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Ⅰ．総   説 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1) 

Ⅰ．総   説 
 

１．概  要 

 任 務： 

 独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）は、通商産業省工業技術院に属する試験研究機関15研究所と通商産業

省計量教習所を統合して平成13年4月に発足した。 

 

 産総研のミッションは、多岐にわたる分野の研究者集団の融合と創造性の発揮による研究活動を通じた新たな技術

シーズの創出、機動性・開放性を駆使した産学官ポテンシャルの結集による産業技術力の向上や新規産業の創出への

取組みであり、さらには、地質の調査や計量標準の普及・供給に代表される国家的視点に立った信頼性と継続性の要

求される業務の遂行を通じた産業社会にとっての知的基盤等の充実への貢献である。そしてこれらを通じた我が国経

済の発展、国民生活の向上に寄与していくことが期待されている。 

 かかる観点を踏まえ、産総研は、産業技術に係るニーズとシーズを踏まえつつ、将来の産業技術の要となる共通基

盤的技術課題を抽出し、競争的資金の導入割合の増加等の体制の強化を図り、創造性の高い研究の推進及びこれら研

究成果の普及に努めるとともに、地質の調査、計量標準の普及・供給等産業社会の知的な基盤の構築に関する業務を

着実に遂行する。さらには、自らの有するポテンシャルを結集した産業技術情報の収集、分析等を通じて産業技術政

策の策定に貢献することも併せて行うこととしている。 

 

 そのため、統合のメリットを 大限に活用した業務運営効率の高い研究組織、制度を確立したところであり、他省

庁研究機関、大学、民間企業等、様々な外部ポテンシャルとの連携・協力を強化し、研究推進の効率化を図るととも

に、積極的に外部機関等における研究開発の発展に貢献することとしている。 

 また、地域における産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献するため、地域の産業界、大学、地方公共団体等と

連携を図りつつ、研究活動の地域展開を図ることとしている。 

 

 なお、研究課題の適切な選択および重点化を行うために、科学技術基本計画（閣議決定、2001年3月）、総合科学技

術会議（2001年1月発足）等に沿った重点研究課題を選び出し、研究資源の集中投資により研究開発を効果的に進め

るなど、戦略的に企画している。また、研究課題の評価を定期的に行い、外部ニーズ等の的確な反映により研究展開

の柔軟性を保つことに留意している。 

 さらに、ミッション遂行に 適な研究体制の構築のために、研究組織については定期的に評価を行い、その結果に

基づき、必要に応じて再編・改廃などの措置を講じ、機動的、柔軟かつ効果的な組織形態を維持することとしている。 

 そのため、社会的要請や科学技術の進展の把握に努め、常に研究所としての位置づけを確認しつつ、様々な観点か

ら自ら行う研究の方向性、それまでに得られた研究成果等を評価し、その結果を研究資源配分に反映させる等、研究

組織間の競争的環境を整備し、研究開発業務の向上に努める。併せて業務効率化の観点から、研究関連部門等の業務

内容の妥当性を点検し無駄のない業務運営を行うこととする。 

 

組 織： 

 産総研は、理事長の指揮の下、研究実施部門（研究ユニット）と研究関連・管理部門とが配置された、フラットな

組織構造を有する。研究ユニットとしては、時限的・集中的に重要テーマに取り組む「研究センター」、中長期戦略

に基づき継続的テーマに取り組む「研究部門」、研究センター化を目指し分野融合性の高いテーマ等に機動的・時限

的に取り組む「研究ラボ」、大規模な産業・研究集積を活用しつつ分野融合的な新しい研究展開を図る実験的な組織

である「研究系」がある。 

 また、理事長直属部門として、「企画本部」、「業務推進本部」、「評価部」、「環境安全管理部」、「監査室」が、研究

関連部門として、「技術情報部門」、「産学官連携部門」、「成果普及部門」、「国際部門」が、管理部門として「業務推

進部門」、「能力開発部門」、「財務会計部門」、「研究環境整備部門」がある。 

 他に、世界屈指の先端的情報資源を有し実証的研究開発を行うと同時に産総研所全体の情報基盤の高度化に資する

「先端情報計算センター」、特許庁指定の寄託機関でありブダペスト条約に基づく国際寄託機関である「特許生物寄

託センター」、公的研究機関の技術シーズをもとにしたベンチャーを創出する戦略及びシステムの研究等に係る業務

を行う「ベンチャー開発戦略研究センター」などがある（組織図参照）。 

 平成16年3月31日現在、常勤役員12名、常勤研究職員2,377名、常勤事務職員726名の合計3,115名である。 
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沿 革： 

 平成13年1月6日 中央省庁再編に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組した。これにより、工業技術院本院

各部課は、本省内部部局に整備統合され、傘下の15研究所と本院の一部が「産業技術総合研究所」に改組され、経済

産業省の施設等機関となった。 

 また、計量教習所は、従前と同じく施設等機関として経済産業省に置かれた。 

 

 平成13年4月1日 独立行政法人化に伴い、経済産業省の施設等機関である「産業技術総合研究所」と「計量教習

所」が統合され、「独立行政法人 産業技術総合研究所」が発足した。同時に、内部組織を大幅に見直し、旧研究所の

枠を外して、分野を同じくする研究組織を統合・分割して、54の研究ユニットに再編すると同時に、各研究所に分か

れていた研究支援部門を統合して業務の効率化を図った。 

 

産業技術総合研究所の業務の根拠法： 

 

① 独立行政法人通則法  （平成11年7月16日法律第103号） 

 （ 終改正：平成14年7月31日（平成14年法律第98号）） 

② 独立行政法人産業技術総合研究所法 （平成11年12月22日法律第203号） 

 （ 終改正：平成12年5月26日（平成12年法律第84号）） 

③ 独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令 

 （平成12年6月7日政令第326号） 

④ 独立行政法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務及び会計に関する省令  

 （平成13年3月29日経済産業省令第108号） 

 

 主務大臣： 

  経済産業大臣 

 

 主管課： 

  経済産業省産業技術環境局技術振興課 

 

  産業技術総合研究所の事業所の所在地（平成16年3月31日現在）： 

 

    ① 東京本部 〒100-8921 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1 

    ② 北海道センター 〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

    ③ 東北センター 〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

    ④ つくばセンター 〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1（代表） 

    ⑤ 臨海副都心センター 〒135-0064 東京都江東区青海2-41-6 

    ⑥ 中部センター 〒463-8560 愛知県名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

    ⑦ 関西センター 〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

    ⑧ 中国センター 〒737-0197 広島県呉市広末広2-2-2 

    ⑨ 四国センター 〒761-0395 香川県高松市林町2217-14 

    ⑩ 九州センター 〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 
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２．動  向 

産総研の分野別年間研究動向の要約 

ライフサイエンス分野 

１．分野戦略の策定 

 ライフサイエンス分野の研究は、超高齢化社会における生活の質（QOL）の向上、また循環型社会実現のための

産業を育成するために必要不可欠なものであり、第二期科学技術基本計画（H13-17）の重点4分野の一つに位置づけ

られている。本分野の第一期中期計画期間における目標は「高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実現」

とし、バイオテクノロジー分野及び医工学・福祉分野において先端的研究及び基盤的研究を推進している。 

(1) 医工連携モデルの提言（産総研医工連携検討チーム） 

 産総研ライフサイエンス分野の重点施策として取り組むべき医工学分野での研究開発内容を明確化し、今後の進

むべき方向として｢産総研モデル｣を提言した。また、次の2つの新規産業創出を大目標とし、具体的達成目標とシ

ナリオドリブン型の重点課題を提言した。 

① 健康人・国民全体を対象とした早期診断・予防医療システム＝健康医療産業 

② 患者本位の新しい医療体制＝ユビキタス医療システム 

※後の検討において、①は健康管理産業、②は患者本位の高度医療システム技術と変更。①の研究課題はライフサ

イエンス分野の多くの研究ユニットが関連、②は人間福祉医工学研究部門の研究課題が中心。今後、本課題をミ

ッションとする新研究ユニットの設立を検討する。 

(2) 第二期中期計画策定作業の推進 

 ライフサイエンス分野第二期の研究計画の骨子となる、分野の大目標、産業創出目標（中項目）、研究開発目標

を決定し、これをもとに第二期の中期計画（一次案）を策定した。 

・中項目としては、以下の5つを設定した。 

①健康管理産業技術、②患者本位の高度医療システム技術、③バイオツール・バイオ情報産業技術、④先進バイ

オプロセス産業技術、⑤バイオ計測・高齢化対応基盤整備 

・ライフサイエンス分野の各研究ユニットから出された研究計画内容を、上記中項目に組み込み整理して中期計画

（一次案）とした。 

 

２．分野別戦略の推進 

 平成15年度「分野別戦略を実現するための予算」によって下記6課題を実施した。 

①健康で生産的な社会創出のための年齢軸工学プログラム 

②ヒト遺伝子に対する siRNA ライブラリーの作成 

③神経ネットワークの構造と機能に基づく新たな情報処理技術の開発 

④細胞・組織情報統合化技術の開発 

⑤AIST バイオインフォマティクス・イニシアティブ 

⑥運動蛋白質を用いたナノバイオマシンの構築 

 

３．外部機関との連携推進 

 ナノテク・バイオ・IT 融合及び医工連携の推進を目的として、連携体制の整備・課題の調査を推進した。 

・ナノ／バイオ／IT 研究を中心とした連携体制を、早稲田大学、東京農工大学との学術研究交流協定としてまとめ

た。三者間で相補的にナノ、バイオ、IT の3分野を融合させて新研究分野を切り開き、その拠点となることを目的

として平成15年9月より5年間の協定を結んだ。 

・名古屋大学医学部と産総研との医工連携に関するシーズ・ニーズのマッチング調査を実施した。名古屋大側のニー

ズに個別に対応する産総研側シーズをリストアップし、名古屋大へ送付した。 

 

情報通信分野 

 情報通信分野においては、IT による人間の知的能力拡大とデジタルデバイドなどの情報化社会がもたらす諸問題を

解決するための技術開発により、持続的発展が可能な社会の実現を目指している。分野研究戦略に基づき、高速・大容

量情報ライフラインの構築、セキュリティや信頼性を高めるディペンダブルな情報技術の開発、人間の知的能力を支援

する知能ブースターの開発、高性能コンピューティングを利用した異分野技術の開拓の4つを重点研究課題として設定

して研究開発を進めている。 

 当分野の研究組織は、異分野融合領域も含めると、7つの研究センター（次世代半導体、グリッド、デジタルヒュー
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マン、近接場光応用工学、パワーエレクトロニクス、サイバーアシスト、生命情報科学）、6つの研究部門（情報処理、

知能システム、エレクトロニクス、光技術、脳神経情報、計算科学）、2つの研究ラボ（ライフエレクトロニクス、シ

ステム検証）で構成されている。 

 平成15年度の主な研究動向は以下の通りである。次世代半導体研究センターでは、次世代の極微細なデバイスに必須

の技術として、高誘電率ゲート絶縁膜の開発とその移動度及び劣化の解明、新しいポーラス材料を用いた低誘電率絶縁

膜の開発、ひずみシリコン MOS デバイス技術及び計測技術の開発などを行っている。エレクトロニクス研究部門では、

高機能性・低消費電力デバイスの実現を目指して、世界初の4端子駆動型 XMOSFET の開発など独自の成果を挙げて

いる。また、光技術研究部門では、超高速光情報通信技術のための光パルスタイミング技術の開発、半導体サブバンド

間遷移光ゲートスイッチの開発を行っている。新規に設立された近接場光応用工学研究センターでは、産総研独自のス

ーパーレンズ方式による大容量次世代光ストレージ技術の開発を企業と共同で行っている。 

 また、ソフトウェア技術に関しては、情報処理研究部門における情報統合を用いたロバスト音声インターフェースの

開発、グリッド研究センターにおけるグリッドデータファームの開発、システム検証研究ラボにおける等式付木構造オ

ートマトンによる暗号通信手順の自動検証法の開発において大きな成果があがっている。また、サイバーアシスト研究

センターにおける意味情報検索技術、新設のデジタルヒューマン研究センターにおける人間の動作の自動生成と変形・

編集システム、知能システム部門におけるヒューマノイドの動作計画とその生成方法の開発、脳神経情報部門における

人間の脳の高次臨場感提示に関する基礎研究など、人間の活動を参考にした高度な情報処理技術の開発も積極的に推進

している。 

 

ナノテクノロジー・材料・製造分野 

 産総研の研究開発指針となる3つの柱は、「①先端的研究による産業国際競争力の強化への貢献、②行政ニーズに対

応して、あるいは将来の行政ニーズを予見して実施する必要のある長期的政策推進ための安全・安心で快適な生活の実

現、中立性が必要な技術の推進、③科学や産業を支える工業標準・分析・データベース技術の確立」である。当該分野

では、これらの3指針の実現化に向けて、平成15年度では、材料および製造技術の飛躍的な革新により、人間生活にお

ける安心・安全な生活、高度情報社会および環境と調和した持続可能な社会の実現を支える技術基盤の確立を図ってき

た。中でも、ナノメートルレベルの微細な領域における材料の製造や加工を行うナノテクノロジーにおいては、個々の

要素技術を集積化し、産業界に導入できる技術として成熟させることによって、ナノインダストリーともいうべき産業

基盤の確立を目指してきた。また、環境負荷が従来に比べ著しく低い材料・製造技術やものづくり技術基盤の高度化に

も注力して取り組んだ。 

 当該分野の先端研究の代表的例を以下に示す。産業国際競争力の強化への貢献に向けたものとしては、ナノチューブ

技術、強相関電子技術、シナジーマテリアル、ナノシミュレーション、MEMS、液晶技術、ダイヤモンド技術、分子

素子、ナノバイオロジー、ナノ環境技術等を上げることができる。また、環境に配慮した社会への貢献では、省エネル

ギー製造技術、光触媒技術、リサイクル技術、スマートストラクチャー技術、軽量金属、生分解性プラスチックス、

DLC 技術等を上げることができる。一方、科学的基盤の構築に関わる課題としては、工業材料標準の推進、ナノプロ

セッシング・パートナーシップ・プログラム、ものづくりデータベースの確立等が代表的なものである。 

 当該分野では積極的に産業界と連携して研究開発を実施している。それらの代表的なものとして NEDO プロジェク

トがあり、その「ナノテクノロジープログラム」では、精密高分子技術プロジェクト、ナノ機能合成技術プロジェクト、

ナノカーボン応用製品創製プロジェクト、ナノレベル電子セラミックス材料低温成型･集積化技術等が、また、「革新

的部材産業創出プログラム」においては高機能高精度省エネ加工型金属材料（金属ガラス）形成加工技術プロジェクト、

精密部材成形用材料創製・加工プロセス技術プロジェクトやシナジーセラミックスプロジェクト等を実施している。ま

た、ナノテクノロジー発展の基盤となるシミュレーション技術や計測技術の研究開発を推進し、さらに、東南アジア諸

国の追い上げの激しい製造技術の革新を図るために MEMS 技術の研究開発を企業と連携して推進するとともに、スー

パーインクジェットによる環境適応型デバイス製造技術やアクティブターゲティング用新規ドラッグデリバリーシステ

ム（DDS）ナノ粒子の作製技術等のハイテクものづくりの研究開発を実施している。 

 当該分野は15年度末において9研究センター（強相関電子技術研究センター、マイクロ・ナノ機能広域発現研究セン

ター、ものづくり先端技術研究センター、高分子基盤技術研究センター、新炭素系材料開発研究センター、シナジーマ

テリアル研究センター、スマートストラクチャー研究センター、界面ナノアーキテクトニクス研究センター、ダイヤモ

ンド研究センター）、6研究部門（物質プロセス研究部門、セラミックス研究部門、基礎素材研究部門、機械システム

研究部門、ナノテクノロジー研究部門、計算科学研究部門）及び1研究ラボ（マイクロ空間化学研究ラボ）の計16研究

ユニットで構成されている。これらの研究ユニットのなかでいくつかの研究部門は新規ユニットの創出に大きく貢献し

ている。 
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環境・エネルギー分野 

 産総研では環境・エネルギー分野を重点分野と位置づけ、安心･安全な環境、資源循環システム、環境と調和した新

しいエネルギー需給システムからなる「持続・共生が可能な循環型社会」を構築することを分野共通の社会的目標と定

めている。 

 そのための対策は以下の通りである： 

(1) 地域環境対策 

(2) 3R（リデュース、リユース、リサイクル）促進 

(3) 地球温暖化対策 

(4) エネルギー安定供給 

 産総研では、これらの対策を進めるための研究開発の目標を「環境効率 大化」としている。ある技術を適用してあ

る便益（電力、熱、化学製品等）を得るには、ほとんどの場合何らかの環境負荷（CO2排出、有害化学物質排出、騒音

等）を与えることになる。環境効率はこれらの便益を環境負荷で割った値である。環境効率を 大化するには、ある技

術を適用する場合、システム全体を様々な観点から評価しなければならない。 

 環境・エネルギーシステム評価はこのように極めて複雑なため、新たな評価手法が求められている。産総研ではこの

ような「システム評価技術」を技術開発と並んで環境･エネルギー研究の重要な課題の一つとして位置づけている。 

 環境・エネルギー分野は、8研究センター（化学物質リスク管理研究センター、フッ素系等温暖化物質対策テクノロ

ジー研究センター、ライフサイクルアセスメント研究センター、パワーエレクトロニクス研究センター、光反応制御研

究センター、超臨界流体研究センター、爆発安全研究センター、技術と社会研究センター）、4研究部門（エネルギー

利用研究部門、電力エネルギー研究部門、環境管理研究部門、環境調和技術研究部門）、1研究系（生活環境系特別研

究体）、3研究ラボ（薄膜シリコン系太陽電池研究開発ラボ、メンブレン化学研究ラボ、循環バイオマス研究ラボ）を

中心に研究開発を行っている。循環バイオマス研究ラボは平成15年4月に設立された。このほか材料系および情報通信

系の研究ユニットにおいても省エネルギー・物質循環に関わる研究開発を実施している。 

 具体的な重要技術課題は以下の通りである。 

(1) 化学物質安全管理技術（化学物質の暴露評価手法の開発、リスク管理のための総合解析手法の開発等） 

(2) 地域環境対策技術（土壌汚染対策技術等） 

(3) 資源循環・廃棄物対策技術 

(4) 低環境負荷型化学プロセス技術 

(5) オゾン層破壊・地球温暖化対策技術（温暖化影響評価、フッ素化合物等の温暖化物質低減、二酸化炭素回収・貯留

等） 

(6) 再生可能エネルギー（太陽エネルギー、バイオマス等） 

(7) 燃料電池･水素エネルギー 

(8) エネルギーシステムの高効率化・分散化（電力貯蔵、超低損失電力素子等） 

(9) エネルギー源のクリーン化・多様化（石炭高度利用、スーパークリーン燃料、メタンハイドレート等）、 

(10)環境・エネルギーシステムの社会的・経済的評価・分析（エネルギーシステム分析、LCA 等） 

 これらの研究は、主に経済産業省および NEDO、環境省、文部科学省等からの委託費によって行っている。長期的視 

点を持ちつつ早期実用化を目指したシナリオドリブンの研究開発を基本としているが、新たな環境･エネルギー技術を 

産み出すための先導的研究も運営費交付金等により実施している。 

 

社会基盤（地質）・海洋分野 

 社会基盤（地質）・海洋分野は、社会基盤、フロンティア分野から、エネルギー・環境分野にまたがる幅広い領域を

カバーし、産業技術総合研究所が優位性をもって取り組むことができる分野である。 

 平成12年12月に閣議決定された「経済構造の変革と創造のための行動計画」において、地質情報は国が整備すべき知

的基盤の重点分野に取り上げられた。これを受けて平成13年6月の産業構造審議会産業技術分科会・日本工業標準調査

会合同会議知的基盤整備特別委員会で、産総研地質調査総合センターは2010年を目途に世界 高水準の地質情報整備を

推進することが要請され、平成14年8月の同委員会では整備目標の見直しが行われた。 

 研究コーディネータを調整役とする地質・海洋関連研究ユニット（深部地質環境研究センター、活断層研究センター、

地球科学情報研究部門、地圏資源環境研究部門、海洋資源環境研究部門）、同関連部署（成果普及部門地質調査情報部、

同地質標本館、国際部門国際地質協力室）等から構成される地質調査総合センター（Geological Survey of Japan, 
AIST）は、我が国唯一の「地質の調査」に関する総合的調査研究機関として、CCOP（東・東南アジア地球科学計画

調整委員会）等の国際機関や世界地質調査所会議（ICOGS）、万国地質図会議（CGMW）等に対して我が国を代表す
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る責務を負っている。 

 社会基盤（地質）・海洋分野では、持続的で安全・安心な社会の実現に向けて、陸域及び海域における「地質の調

査」を通じて様々な国土地質情報を整備するとともに、その応用としての地震・火山災害等の国土の安全に係る研究、

高レベル放射性廃棄物地層処分や地圏・水圏等における環境保全に係る研究、エネルギー・資源の安定供給に係る研究

等を実施している。 

 

社会基盤（地質）・海洋分野の重点課題 

１．国土基本情報としての高度な地質情報の着実な整備 

 新の地球科学的知識に基づき、1/5万（陸域）地質図幅、1/20万（陸域・海域）地質図、地球物理図、地球化学

図など各種地球科学データベース等の地球科学基本図の網羅的・系統的な整備を行い、知的基盤として整備・公表す

る。また、火山関連図、地震関連図等の各種地球科学主題図、及び関連各種データベースの整備を実施している。 

 地質情報を高度利用するために、網羅的・系統的に整備された地質図・地球科学図等を標準化・数値化・統合化し、

付加価値の高いデータベースを構築する。平成14年7月には、日本工業標準調査会の審議を経て JIS A 0204「地質図、

記号、色、模様、用語及び凡例表示」を発行した。全国統一凡例による1/20万日本数値地質図（シームレス地質図）

を順次作成し、インターネットで公開している。また、アジア地域の地質図などの編集を国際共同で実施している。

地質メタデータ整備の一環として、日本地質文献 DB（GEOLIS）、日本・世界地質図索引図 DB、地層名検索 DB
などの構築・更新を行い、所内外から広く利用されている。 

 

２．火山災害、地震災害等の国土の安全に係る研究 

 国土の安全を目指した自然災害に関する研究では、地震及び火山に関する研究を重点的に実施している。日本の地

震・火山に関する研究については、災害軽減のための国の各施策（地震調査研究総合基本施策、地震予知計画、火山

噴火予知計画等）に基づいて、関連機関が相互に連携を取りつつ分担・実施する体制が取られており、産総研では主

要活断層調査、地震地下水の観測、活断層・平野地下構造データベースの整備、短期的・長期的火山噴火予知・予測

の研究の他、地震発生及び火山噴火メカニズム等の基礎的研究を実施している。また、産総研内においては、三宅島

火山噴火緊急対策本部（総本部長：副理事長）に見られるように、ユニット間の連携に基づく機動的な対処を心がけ

ている。分野戦略実現課題として「大都市圏の地質災害軽減・環境保線を目的とした地質学的総合研究」を開始して

いる。また、国際共同研究として雲仙火山の科学掘削の中核機関としてリーダーシップをとっている。 

 

３．高レベル放射性廃棄物地層処分、地圏・水圏の環境保全等に係る研究 

１）深部地質環境の研究 

 地層処分の安全性評価に資するため、行政対応課題から基礎的課題まで幅広い研究を実施している。産総研は、

安全規制する当局への技術支援の役割と事業に対するピアレビューアの2つの役割をもっている。前者では高レベ

ル放射性廃棄物地層処分に係る地質現象の長期変動と、天然バリア領域の隔離性能をテーマにして、 新の科学的

知見と 先端の調査・解析技術を駆使して総合的・体系的に実施しており、後者では、海岸部地下水挙動や深部岩

盤の応力測定など、深部環境知見の収集、高精度の地下水センサーや高分解能の物理探査技術など調査手法の開発

等の処分場概念にかかわる調査を実施している。 

２）地圏・水圏環境に係る研究 

 社会基盤（地質）・海洋分野で実施している環境研究は、「地球科学が取り組んでいる過去から現在の地球、あ

るいはその一部としての地域の場の時間的変遷と場の特性、自然のプロセスの理解の上に立っての環境問題解決の

方向性追求」という特徴がある。本分野では、地質学、地球化学、地球物理学等の地球科学的手法を駆使し、人間

活動が陸域・海域に及ぼす環境影響問題に対して、土壌・地質汚染、沿岸域の物質循環・生態系と環境評価・修復

技術、温暖化等地球規模環境変動の要となる炭素循環研究、地圏・水圏環境にかかわる知的基盤情報の整備・提供

等の研究を実施している。 

 

４．エネルギー・資源の安定供給に係る研究 

 国際的な資源流通経済は長期的に安定している保障はなく、常に資源ショックの危険性が潜在している。このよう

な資源問題に対処することを基本に、地圏及び海洋に賦存する様々な資源に関する研究や技術開発を行っている。具

体的には、国土及び経済水域におけるガスハイドレート等の未利用資源の開発研究、資源産出国に対する鉱物資源開

発海外協力、資源・エネルギーに関する知的基盤情報の整備・提供等の研究を実施している。 
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５．異分野融合研究の推進 

 異分野融合研究の目的は、従来の研究手法では解決困難な課題に対して、他分野との融合により問題解決をはかり、

社会の要請に応えることである。社会基盤（地質）・海洋分野は、地球を対象とした異分野融合研究を積極的に取り

組むことにより、地球が抱える諸問題解決の一翼を担うことができる。平成14年度には、環境分野との「土壌汚染調

査・評価・管理手法の開発」、環境・ライフサイエンス分野との「海洋生態系機能の利活用技術の開発」の2課題を

分野間融合研究として実施した。 

 

６．研究支援部門の活動 

 社会基盤（地質）・海洋分野では、国の知的基盤として組織的・体系的に整備した様々な地質情報の国内外への発

信と普及、及び世界の地質調査関連機関との連携のために、成果普及部門地質調査情報部、同地質標本館、国際部門

国際地質協力室が、研究ユニットの活動を支援する業務を実施している。 

 

社会基盤（標準）分野 

 計量標準と計測技術及びその標準化はあらゆる科学技術活動、生産、サービス、社会生活において も基本となる技

術基盤であり、国が一元的、組織的、効率的に提供することが要請されている。産業界、規制当局、消費者等が客観

的・科学的な根拠に基づいて適正な試験データを取得できるように、計量標準、標準物質、計測技術の基盤を整備する

ことを目的とする。その効果としては主として次の3点が期待されている。①試験データが国際的に認知されて、技術

的障壁のない自由な国際通商が促進され、また我が国の基準認証制度が円滑に運用されること。②我が国オリジナルで

レベルの高い製品や技術が適正に評価されて、国内外の市場で円滑に受け入れられること。③汚染や変動の度合いが正

しく認識されて環境が適切に保全され、また医療検査の妥当性や食品等の安全性が適正に認識されて国民の安心・安全

を高めること。 

 計量標準に関しては新たに標準供給を開始する物理標準、標準物質について標準供給委員会を開催運営し、供給体制

の整備推進を行った。また当初第1期中期目標期間に新たに158種類の計量標準・標準物質の供給を開始する目標を掲げ

ていたところ、産業界からの早期供給開始の強い要請、知的基盤整備特別委員会からの前倒しの供給開始の要請、これ

を受けて産総研として研究資源の重点配分・早期供給努力を行ったことにより、第一期の数値目標を上方修正して新た

に200種類の供給を行う目標を掲げた。平成15年度末で、そのうち192種類の供給が可能になり、第1期終了時点で目標

を上回る成果が期待される。 

 平成15年度の実績としては、物理標準27件及び標準物質34件の供給を開始した。また特定二次標準器及び特定副標準

器の校正は約100件、依頼試験は約140件、基準器検査は約2400件、型式承認は約70件を行った。同時に国家計量標準の

相互承認のために国際比較を進め、また国際基準に準拠して標準供給のための品質システムの整備を進めた。国際関係

ではメートル条約と国際法定計量条約における活動で我が国の責務を果たすと同時に、我が国やアジア各国の計量技術

者に対し教習の機会を提供した。なお、世界的な産業構造の変化に伴い、バイオ・環境・医療・食品等の分野における

計量標準および標準物質の早急な整備が社会的に強く求められつつある。それに伴って、オールジャパン体制での標準

に関する意見交換・調整を行う場である国際計量研究連絡委員会の強化が急務だが、平成15年度は懸案であった厚生労

働省からの招致も実現し、省庁を超えた体制整備を着実に進捗させることができた。 

 研究開発面での成果例としては、①シリコン結晶の密度の絶対測定により、アボガドロ定数を世界 高精度で決定し

た。これは、基礎物理定数の決定につながり、国際レベルの波及効果も極めて大きい。②国際温度目盛に準拠した高精

度の黒体放射の実現により、世界 高水準の不確かさ（30mK 程度）で輝度温度目盛を実現した。この開発した耳式体

温計黒体炉を海外研究機関に緊急貸与し、SARS 感染の拡大防止に貢献した。③アセチレン分子の光吸収飽和現象を利

用した光周波数標準器を開発し、従来の波長計に比べて1000倍以上高精度にレーザの波長を決めることを可能にした。

また、④高濃度オゾン連続供給装置を開発し、大面積極薄シリコン酸化膜（数 nm）作成に成功した。 

 他分野との間の融合研究として、①10K 冷凍機で動作可能な32768個の NbN/TiN/NbN ジョセフソン素子の作成に

成功し、世界をリードした。今後、電圧標準として成果を世界にアピールすることが期待される。②今後有望な半導体

材料である炭化ケイ素の酸化に高濃度オゾンを用いて酸化し、品質の高い酸化膜の作成に成功した。また、①ポストゲ

ノム研究等で必要不可欠な分析機器であり、従来定性分析のみ可能であった質量分析法を定量分析に変革するための標

準機器を構築する研究や②生体を構成する重要な“要素”である生体物質・生理活性物質、タンパク質、DNA、細胞

の各レベルにおいて、産業に必要な標準化や標準物質の研究開発を開始した。 
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３．幹部名簿 
役   職 氏 名 任 期 就任年月日 

理事長 吉川 弘之 ３年 平成13年4月1日 

副理事長・つくばセンター所長 小玉喜三郎 １年 平成15年4月1日 

理事・企画本部長 吉海 正憲 １年７月 平成14年9月1日 

理事 小林 憲明 ９月 平成15年7月11日 

理事 小林 直人 １年 平成15年4月1日 

理事 田中 一宜 ３年 平成13年4月1日 

理事 田辺 義一 １年 平成15年4月1日 

理事 曽良 達生 １年 平成15年4月1日 

理事・臨海副都心センター所長 曽我 直弘 ３年 平成13年4月1日 

理事・中部センター所長 筒井 康賢 １年 平成15年4月1日 

理事・関西センター所長 請川 孝治 １年 平成15年4月1日 

理事（非常勤） 池上 徹彦 ３年 平成13年4月1日 

監事 百瀬 英夫 １年 平成15年4月1日 

監事（非常勤） 松本 正義 １年 平成15年4月1日 

（平成16年3月31日現在） 
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４．組織図 
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独立行政法人産業技術総合研究所の組織図（平成16年3月31日現在） 

５．組織編成 

年月日 組織規程 組織規則 組織細則 

デジタルヒューマン研究センタ

ー、近接場光応用工学研究セン

ター及びダイヤモンド研究セン

ターを設置 

化学物質リスク管理研究センター

の地圏環境評価チームを廃止 

ライフサイクルアセスメント研究

センターの環境影響評価チーム及

びエネルギー評価チームを廃止

し、同研究センターに LCA 手法研

究チーム、地域環境研究チーム及

び環境効率研究チームを設置 

生命情報科学研究センターの数理

モデル・知識表現チーム、ゲノム

情報科学チーム、分子情報科学チ

ーム及び細胞情報科学チームを廃

止し、同研究センターに数理モデ

ルチーム、配列解析チーム、生体

膜情報チーム、分子設計チーム、

タンパク質機能チーム、細胞情報

チーム及び大規模計算チームを新

設 

高分子基盤技術研究センターの高

分子複合チームを廃止 

新炭素系材料開発研究センターの

ダイヤモンドチームを廃止し、同

研究センターにカーボン計測評価

チームを設置 

シナジーマテリアル研究センター

の流体透過機能材料チームを廃止

し、同研究センターに高温高耐性

材料チームを設置 

スマートストラクチャー研究セン

ターのバイブレーションコントロ

ール研究チーム及び統合化製造技

術研究チームを廃止し、同研究セ

ンターに構造制御研究チームを設

置 

グリッド研究センターにグリッド

応用チームを設置 

デジタルヒューマン研究センター

の設置に伴い、同研究センターに

人間モデリングチーム、人間適合

設計チーム、人間行動理解チーム

及びヒューマノイドインタラクシ

ョンチームを設置 

近接場光応用工学研究センターの

設置に伴い、同研究センターに近

接場光基礎研究チーム、表面プラ

ズモン光応用デバイス研究チーム

及びスーパーレンズ・テクノロジ

ー研究チームを設置 

平成15年4月1日 研究所に置かれた産学

官 連 携 コ ー デ ィ ネ ー

タ、国際コーディネー

タ及び能力開発コーデ

ィネータの廃止 デジタルヒューマン研究ラボ、

次世代光工学研究ラボ、微小重

力環境利用材料研究ラボ及び純

度制御材料開発研究ラボを廃止 

循環バイオマス研究ラボを設置 

技術情報部門に CI 推進室を設置

産学官連携部門に産学官連携コ

ーディネータを、国際部門に国

際コーディネータを、能力開発

部門に能力開発コーディネータ

を設置 

連携研究体副体長の職制を追加 

ダイヤモンド研究センターの設置

に伴い、同研究センターに材料プ

ロセス研究チーム、デバイス開発

チーム及び単結晶基板開発チーム

を設置 
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地圏資源環境研究部門の貯留層変

動探査研究グループ、高温岩体研

究グループ及びアジア地熱研究グ

ループを廃止し、同研究部門に貯

留層ダイナミクス研究グループ及

び地圏資源工学研究グループを設

置 

海洋資源環境研究部門の生態系環

境修復創造研究グループ、物理環

境修復創造研究グループ及び海洋

動態モニタリング研究グループを

廃止し、同研究部門に生態系環境

修復研究グループ及び海洋環境モ

ニタリング研究グループを設置 

エネルギー利用研究部門の太陽エ

ネルギー利用研究グループ及び流

動層技術研究グループを廃止 

電力エネルギー研究部門の電力環

境計測グループを廃止 

環境調和技術研究部門にナノ粒子

触媒グループを設置 

情報処理研究部門に次世代ユーザ

インターフェースグループを設置 

知能システム研究部門の技能・力

学研究グループを廃止 

光技術研究部門の有機超薄膜グル

ープ、分子フォトニクスグルー

プ、集合体フォトニクスグループ

及び先端量子計測グループを廃止

し、同研究部門に分子薄膜グルー

プ及びバイオフォトニクスグルー

プを設置 

脳神経情報研究部門の脳機能解析

研究グループを廃止 

物質ブロセス研究部門の機能集積

材料グループを廃止 

基礎素材研究部門の炭素材料研究

グループを廃止 

機械システム研究部門の微小機構

研究グループを廃止 

生物機能工学研究部門の分子生態

解析研究グループ及び生理活性物

質開発研究グループを廃止 

生活環境系特別研究体の環境ガラ

ス研究グループ、環境触媒研究グ

ループ及び水素システム研究グル

ープを廃止し、同特別研究体に生

活環境素材研究グループ及び新エ

ネルギー媒体研究グループを設置 

先端 SoC 連携研究体、環境調和型

ディーゼルシステム連携研究体及

び環境保全技術連携研究体を設置 

東京本部にサイトを設置できるよ

うに変更し、東京本部に丸の内サ

イト、相模原サイト及びつくば苅

間サイトを設置 

   

北海道センターの白石サイトを廃

止 
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ティッシュエンジニアリング研究

センターの硬組織形成チームを廃

止 

平成15年4月15日   システム検証研究ラボを設置 

情報処理研究部門の情報科学研究

グループを廃止 

平成15年5月1日   事務マネージャーの職制を追加   

平成15年5月15日     情報科学連携研究体及び高感度薄

膜圧力センサー連携研究体を廃止 

年齢軸生命工学研究センターに健

康インフォマティクスチームを設

置 

環境管理研究部門の域間環境評価

研究グループを廃止 

機能性ペプチド連携研究体を廃止 

平成15年6月1日     

ペプチド遺伝子検出連携研究体を

設置 

高分子基盤技術研究センターの高

分子合成チーム、高次構造制御チ

ーム、多相系高分子チーム、ソフ

トマテリアルチーム及び高分子形

成加工チームを廃止し、同研究セ

ンターに高分子合成研究チーム、

構造・物性研究チーム及び成形加

工研究チームを設置 

平成15年7月1日     

研究調和技術研究部門の触媒探索

グループを廃止 

平成15年7月15日     地圏資源環境研究部門の地圏環境

評価グループを地圏環境評価研究

グループに名称変更 

次世代モバイル用表示材料連携研

究体の設置 

平成15年7月28日     

東京本部に小金井サイトを設置 

バイオニクス研究センターの設置

に伴い、同研究センターにプロテ

インシステムチップチーム、糖鎖

系情報分子チーム、バイオナノマ

テリアルチーム及びブラディオン

チームを設置 

平成15年8月1日   情報公開推進室を廃止し、情報

公開・個人情報保護推進室を設

置 

バイオニクス研究センターを設

置 

先端バイオエレクトロニクス研

究ラボを廃止 物質プロセス研究部門の生体模倣

材料グループを廃止 

セラミックス研究部門の解析評価

研究グループを廃止し、同研究部

門に分子機能解析研究グループを

設置 

基礎素材研究部門の分子構造制御

研究グループを廃止 

平成15年8月15日     

先進材料設計技術開発連携研究体

を設置 

ジーンファンクション研究センタ

ーの設置に伴い、同研究センター

に細胞増殖制御研究チーム、生体

運動研究チーム、植物遺伝子機能

研究チーム及び遺伝子治療技術開

発チームを設置 

平成15年9月1日   ジーンファンクション研究セン

ターを設置 

ジーンファンクション研究ラボ

を廃止 

生物機能工学研究部門に植物分子

工学研究グループを設置 
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活断層研究センターに地盤防災工

学研究チームを設置 

年齢軸生命工学研究センターに構

造生物学チームを設置 

地圏資源環境研究部門の地圏環境

立地研究グループを廃止し、同研

究部門に地質バリア研究グループ

を設置 

平成15年10月1日     

ナノテクノロジー研究部門のバイ

オナノマテリアルグループを廃止

し、同研究部門にソフトナノシス

テムグループを設置 

大型 FPD 連携研究体を設置 平成15年11月1日     

東京本部に仙台泉サイトを設置 

平成15年12月1日     沖縄亜熱帯バイオ連携研究体を設

置 

監事直属部門の廃止 知能システム研究部門に自律行動

制御研究グループを設置 

平成16年2月1日 

監査室を理事長直属部

門に変更 

  

北海道センターに札幌大通りサイ

トを設置 

ダイヤモンド研究センターに表面

デバイスチームを設置 

平成16年3月1日     

高効率球状微粒子発光体連携研究

体を廃止 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．業   務 
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Ⅱ．業   務 
 

１．研  究 
 産業技術総合研究所（産総研）は、産業界、学界等との役割分担を図りつつ、【鉱工業の科学技術】、【地質の調

査】、【計量の標準】という各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、新産業の創出及び知的基盤の構築に貢

献し、我が国経済の発展、国民生活の向上に寄与する。そのため、各分野における社会的政策的要請等に機動的に対

応するために、 新の技術開発動向の把握に努め、重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、発信を行うと

ともに、研究体制の構築等の必要な措置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献する。 

 また、外部意見を取り入れた研究ユニットの評価と運営、競争的研究環境の醸成、優れた業績をあげた個人につい

ての積極的な評価などにより、研究活動の質的向上を担保する。 

 さらに、研究活動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等において、大きな波及効果を及ぼすことを目的と

して、特許、論文発表を始めとし、研究所の特徴を 大限に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信する。同

時に、産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、産学官の研究資源を 大限に活用できる体制の下での研究活

動の展開へ貢献するものとする。 

 

独立行政法人産業技術総合研究所法において産総研のミッションとして掲げられた研究目標は以下の通りである。 

１．鉱工業の科学技術 

 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等に

基づき重点化することとし、学界活動を先導して科学技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・実施

に貢献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、また、

科学技術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔軟に見直

すよう努めるものとする。併せて、新たな産業技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目指し、経済

産業省、総合科学技術会議等における産業技術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 

２．地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く人類の持続的発展に貢献するため、我が国の技術開発及び

科学研究に関する基本的な計画の要請に沿って、国土の利用や資源開発・環境保全に必要不可欠な地質の調査及び

これらに共通的な技術課題について重点的に取り組むものとする。 

３．計量の標準（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保するため、各種の試験、検査、分析結果の国際同等性を証明す

る技術的根拠や技術開発・産業化の基盤である計量の標準を整備するとともに、計量法施行業務の適確な実施を確

保するものとする。 

  

 これらの目的を達成するため、独立行政法人化と同時に、従来の研究所の枠を越えた形での再編成を行い、理事長

に直結した形で研究組織を配した。これは、多重構造を排し、研究組織（研究ユニット）長への権限委譲を行うこと

により意思決定の迅速化を図り、権限と責任を明確にした組織運営を行うためである。具体的には、研究ユニット内

での予算配分、人事、ポスドク採用、対外関係（発表、共同研究）についての権限を研究ユニット長に委譲し、研究

ユニット長による迅速な意志決定を可能とした。 

 また、研究組織（研究ユニット）には、一定の広がりを持った研究分野の継続的な課題について研究を進める個別

の研究組織（研究部門・研究系）、特に重点的、時限的な研究を実施する個別の研究組織（研究センター）、機動的、

融合的な課題を研究する個別の研究組織（研究ラボ）などの適切なユニットを配置している。個々の研究ユニットに

ついては、永続的なものと位置付けず、研究組織の性格の違いを勘案した上で定期的に評価を行い、必要に応じて、

再編・改廃等の措置を講ずることとしている。 
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＜凡 例＞ 

 

研究ユニット名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
研究ユニット長：○○ ○○             存続期間：発足日～終了日 

副研究ユニット長：○○ ○○ 

総括研究員：○○ ○○、○○ ○○ 

所在地：つくば中央第×、△△センター（主な所在地） 

人 員：職員数（研究職員数） 

経 費：執行総額 千円（運営交付金 千円） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

テーマ名（制度名／提供元） 

テーマ名（制度名／提供元） 

 

発 表：誌上発表 総件数(査読付欧文誌)件、口頭発表 総件数(国際学会)件 

    その他(刊行物等)件 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
○○研究グループ（○○English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

××研究グループ（××English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

□□連携研究体（□□ Collaborative Research Team） 

連携研究体長：○○ ○○（つくば中央第△、研究職数名） 

概要：研究目的、研究手段、方法論 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目２、テーマ題目８ 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名 （○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 

 

［テーマ題目２］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名 （○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 
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(1) 研究ユニット 

１）研究センター 

①【深部地質環境研究センター】 
（Research Center for Deep Geological Environments） 

（存続期間：2001.4～） 

 

研究センター長        ：笹田 政克 

副研究センター長：月村 勝宏 

総 括 研 究 員：磯部 一洋 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：33（31）名 

経 費：587,842千円（124,598千円） 

 

概 要： 

 本研究センターは、産業技術総合研究所の4つのミ

ッションのうち、「地質の調査」を主たる業務とする

研究センターの1つです。当センターでは、地質学、

地球物理学、地球化学、鉱物学、水文学、火山学、岩

石力学、情報地質学等の専門分野の研究者が、高レベ

ル放射性廃薬物の地層処分をはじめとする、地質環境

についての研究に総合的に取り組み、幅広い調査研究

を実施しています。 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分については、それ

ぞれの分野の研究者により得られた高精度のデータを

ベースにして、地震・火山活動等地質現象の長期変動

についての将来予測の研究を行うとともに、地下深部

に埋設される放射性核種の挙動予測についての研究を

実施しています。平成15年度は原子力安全・保安院か

らの委託により、高レベル放射性廃棄物地層処分に係

る安全評価のための調査・研究「地層処分にかかる地

質情報データの整備」を実施しました。この委託研究

では地層処分の外的要因となる地質現象の長期変動に

ついての評価と、三次元的に不均質な天然バリア領域

の隔離性能についての評価をテーマにしています。 

 地質現象の長期変動や地下深部の地質環境について

の知識は、放射性廃棄物の地層処分に関する課題だけ

でなく、地震・火山活動に伴う災害の軽減、地下資

源・地下空間利用などの社会的課題に、幅広く利用す

ることができます。当センターは地質調査総合センタ

ーの一員として、火山噴火等の緊急調査を分担すると

ともに、地質環境アトラスの出版など一般市民に理解

しやすい形で地質環境情報の提供をしていきます。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 

経済産業省 核燃料サイクル施設安全対策技術調査（放

射性廃棄物処分安全技術調査等のうち地層処分にかかる

地質情報データの整備）（488,202千円） 

 

発 表：誌上発表30（27）件、口頭発表129（36）件、 

その他22件 

-------------------------------------------------------------------------- 
地質総括チーム 

（General Geology Team） 
研究チーム長：渡部 芳夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 「3次元地質モデルの研究」では、新潟県東部から

山形県境にかけて分布するウラン鉱床およびウラン濃

集体を対象として、昨年度に概査を実施した地域より、

新潟・山形県境に位置する金丸地区を対象とした、地

表地質調査、渓流水・土壌水調査・ボーリング調査、

ならびにボーリング孔における地下水長期水質観測を

実施し、これらのボーリング孔内水の水理地質学的構

造と地層層序をあわせて検討した。 

 また、地質環境図類などのオンライン情報発信の技

術開発を行うとともに、「地質データの統合とデータ

ベースシステムの構築の研究」では基盤 GIS データ

と関連要素データベースの構築を継続し、今年度から

は複合データベースの仕様の検討と拡張も開始した。

この結果、本年度2月10日時点で、集約対象の548点の

処理を完了し、昨年度完了分とあわせて1,093点の地

図類について基盤 GIS データ化を完了した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

12、テーマ題目13、テーマ題目15、テーマ題目30、テ

ーマ題目31、テーマ題目36 

 

地球物理チーム 

（Geophysical Exploration Team） 
研究チーム長：牧野 雅彦 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 結晶質岩地域、火山地域、活断層周辺等の地下地質

および深部基盤構造を明らかにするために、精密重力

探査手法および弾性波探査手法に関する研究開発を行

っている。結晶質岩を代表する阿武隈地域では双葉断

層に沿って幅数 km の帯状高重力異常を検出し、その

原因を調べるために岩石サンプルを採取し、対応する

高密度の岩石を確認することができた。重力異常から

密度を推定する解析手法を開発し、重力データに適用

してその有効性を確認した。そして、双葉断層周辺の

深部基盤構造解析を行った。草津白根火山では大学・

国立研究機関等と共同で行われる集中総合観測の一環

として重力探査を行い、地下に伏在している火山基盤

構造を解明することができた。火山周辺の重力探査手

法に改良を加え、岩手火山の精密重力探査に着手した。

会津盆地西縁断層周辺の地下では基盤岩が幅数 km に

ブロック化し、その境界に沿って活断層が地表に現れ

ると推定された。また、結晶質岩地域のボーリング孔

で透水性亀裂を評価できる弾性波探査手法の研究開発
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を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

22、テーマ題目26、テーマ題目31 

 

地下水チーム 

（Groundwater Team） 
研究チーム長：安原 正也 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本における代表的な結晶質岩地域である阿武隈花

崗岩域において、地下水の起源と三次元的流動プロセ

ス解明のための調査を実施した。また、関東平野にお

ける地下水の地球化学的鉛直構造ならびに広域地下水

流動系の解明に向けての調査・検討を行った。さらに、

水文環境図としての公開を念頭において、神戸市とそ

の周辺、中国地方東部（岡山県・鳥取県）、羊蹄山、

鳥海山、摩周火山において、天水（降水・河川水・湖

水・湧水・地下水）の性状の現状把握、ならびに地下

水の涵養・流動プロセス（涵養源・涵養地域・主涵養

期・滞留時間等）の解明に関する水文学的研究を実施

した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

22、テーマ題目25、テーマ題目26、テーマ題目31 

 

深部流体チーム 

（Crustal Fluid Team） 
研究チーム長：風早 康平 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 安定および放射性炭素を用いた深部流体検出手法の

開発した。また、その手法の有効性を評価するため、

モデル地域における試験的調査を行った。ヘリウム同

位体を用いた深部流体の検出手法を開発した。また、

地下水の長期安定性の評価のため、非常に長い平均滞

留時間をもつ地下水系の解明手法を提示した。 

研究テーマ：深部流体の研究、熱水活動の研究、結晶質

岩分布地域の地下地質及び地下水流動系の検証、テー

マ題目６、テーマ題目23、テーマ題目31 

 

長期変動チーム 

（Geodynamics Team） 
研究チーム長：山元 孝広 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質変動の代表的地域調査として東北南部と西南日

本（九州北西、中国）を取り上げ、各テーマの内容に

即した野外地質調査、試料採取、各種分析を実施した。

また、高精度 K-Ar 年代測定専用の希ガス質量分析計

を導入した。このほか、日本の第四紀火山の分布・活

動時期・画像に関するデータファイルを作成し、

RIO-DB で公開した。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目17、テーマ題目

18、テーマ題目19、テーマ題目20、テーマ題目25、テ

ーマ題目26、テーマ題目27、テーマ題目31 

 

地殻物性チーム 

（Rock Physics Team） 
研究チーム長：高橋 学 

（つくば中央第7） 

概 要： 

・温度・応力環境下における地層特性変化を把握する

ため、 大200℃までの環境下で玄武岩の変形・透

水挙動を実験的に解明し、平均粒径が2桁以上異な

る花崗岩との差異についてモデル化した。 

・透水性・貯留性を従来の手法より性格に評価するた

め、定常解と非定常解の差異に付いてトランジェン

トパルス法、フローポンプ法、定水位法、変水位法

の各手法毎に整理した。 

・従来の手法と異なる長時間にわたる応力変化側定装

置の信頼性を確認するための室内検証実験を行い、

その信頼性の高さを確認した。 

・岩石の変形過程における間隙水圧の影響を具体的に

明らかにすることを目的に三軸変形試験を行い、変

形中の変形量と弾性波速度及び減衰の過程を明らか

にし、間隙水圧による変形局所化の存在を確認した。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目28、テーマ題目

29、テーマ題目32 

 

地球化学チーム 

（Geochemistry Team） 
研究チーム長：金井  豊 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 高レベル放射性廃棄物地層処分に係わる地球化学的

研究の基礎となる岩石圏・水圏・大気圏等の環境にお

ける物質の地球化学的サイクルについての研究、なら

びに分析化学的見地からの標準化の研究を行った。核

種溶解・沈着の変化予測に関するナチュラルアナログ

の研究では、地下水・地層物質との相互作用によるウ

ラン・希土類元素の濃集・溶脱挙動に関する検討を進

め、地下微生物による影響予測に関する研究では、こ

れまでの結果のとりまとめを開始した。また、化学組

成データベースの改良を図った。 

研究テーマ：テーマ題目９、テーマ題目14、テーマ題目

34 

 

地質情報チーム 

（lntegrated Geology Team） 
研究チーム長：竹野 直人 

（つくば中央第7） 
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概 要： 

 本年度実施した内容は次のとおりである。Eh-PH
計算ソフト FLASFK-AQ の改良および共用端末 PC
の導入、ローカルネットワークのギガビット化。熱力

学データべースの比較。スメクタイトの拡散試験とス

メクタイト水－分子間相互作用の分子シミュレーショ

ンの実施。Tough2の実行環境の整備と数値分散評価。

高精度汎用室内透水試験装置の改良。地層変形・水理

模擬実験装置の試運転と改良及び実験条件の検討。九

州北西部鮮新世珪長質火山周辺の熱水変質の分布、岩

石学的検討、安定同位体検討、K-Ar 年代測定。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目23、テーマ題目

24、テーマ題目30、テーマ題目33、テーマ題目37 

 

化学反応チーム 

（Water-Rock Interaction Team） 
研究チーム長：月村 勝宏 

（つくば中央7） 

概 要： 

 化学反応チームの目的は、地球表層における化学反

応や物質循環を解明することである。特に、岩石と地

下水との反応を予測する理論を構築すること、および

岩石の生成、風化・溶解、海底への堆積、堆積物のも

ぐり込みなど地球規模での物質循環を明らかにするこ

とである。研究手段は、フィールド調査（地表地質調

査、ボーリング掘削による岩石採取）、固体分析（顕

微鏡、EPMA、電子顕微鏡、X 線回析、原子吸光、熱

分析、赤外、ラマン）、液体分析（ICP、イオンクロ

マト、ICP-MAS）、反応実験（熱水反応装置、雰囲気

を制御できる岩石・水反応装置）、理論計算（熱力学、

統計力学、結晶学）である。これらの個々の手法をレ

ベルアップさせるとともに、これらを組み合わせた総

合的研究を行っている。また、国内外の学会出席や外

部研究者を招聘しての研究会を開催して 新情報を得

ている。 

研究テーマ：テーマ題目11、テーマ題目12、テーマ題目

15、テーマ題目16、テーマ題目21、テーマ題目30、テ

ーマ題目31、テーマ題目35、テーマ題目36 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］地質総括の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］渡部 芳夫（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］渡部 芳夫、関 陽児、塚本 斉、 

鈴木 正哉、内藤 一樹（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 地下浅部での地層物質の鉱物学的・熱力学的特性変化

の解明に資するため地表から地下浅部における地層物質

の風化・変質・続成作用を対象に、化学組成・鉱物組

成・物理特性及び熱力学的諸特性の変化を検討する。平

成15年度は、新潟・山形県下の地表岩石試料・土壌試

料・ボーリングコア試料を対象に基礎データを得た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地表環境、地下浅部、鉱物化学反応、 

物質循環 

 

［テーマ題目２］情報技術を用いた地質の情報提供に関

する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］渡部 芳夫（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］渡部 芳夫、内藤 一樹、宮城 磯治 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 地質環境図等のオンライン情報発信の技術開発を行う

とともに、センター内外への情報共有と利用に係るネッ

トワーク化を実施することを目的とし、ホームページ管

理とセンター内データベースシステムの整備を行う。地

質環境アトラスについては、「山形市周辺地域」のイン

トラ内公開を完了した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地質環境アトラス、山形市周辺地域、オ

ンラインデータベース 

 

［テーマ題目３］地球物理の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］牧野 雅彦（深部地質環境研究センター

地球物理チーム） 

［研究担当者］牧野 雅彦、渡辺 史郎、住田 達哉 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 地下地質構造を地球物理学的手法で調査研究し、地下

構造による地質環境への影響を検討することを目的とす

る。平成15年度は草津白根山の第4回集中総合観測にお

いて精密重力探査を担当し、現地調査ならびに重力デー

タ解析をして観測報告書の作成・提出を行った。その研

究成果は国際学会等で発表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山、重力、伏在構造、基盤 

 

［テーマ題目４］地下水の水質形成に果たす地質と人間

活動の影響の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］安原 正也（深部地質環境研究センター

地下水チーム） 

［研究担当者］安原 正也、吉川 清志、稲村 明彦

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 関東地方において広域テフラの対比に基づく詳細な層

序区分を行うとともに、降雨浸透水と浅層地下水の水質

形成に果たすローム層の役割について考察を進めた。ま

た、関東・甲信越地方の湧水・浅層地下水の一般水質・

微量成分濃度及び安定同位体組成を決定する要因を抽出

するための地球化学的検討を行った。これらの結果に基
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づき、地下水環境と水文プロセスの実態把握と、地下水

の水質形成に果たす地質と人間活動の影響についてそれ

ぞれ定量化を進めた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地下水、水文環境、循環プロセス 

 

［テーマ題目５］地下水の保全に関する水質指標とマッ

ピングの研究（運営費交付金） 

［研究代表者］安原 正也（深部地質環境研究センター

地下水チーム） 

［研究担当者］安原 正也、吉川 清志、稲村 明彦、 

風早 康平、高橋 正明、高橋 浩、 

森川 徳敏、牧野 雅彦 

（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 日本各地において、天水（降水・河川水・湖水・湧

水・地下水）の性状の現状把握、ならびに地下水の涵

養・流動プロセス（涵養源・涵養地域・主涵養期・滞留

時間等）の解明に関する水文学的研究を実施した。対象

とした地域は、神戸市とその周辺、中国地方東部（岡山

県・鳥取県）、羊蹄山、鳥海山であり、いずれも汚染や

地下水資源枯渇の観点から地下水保全が急務となってい

る地域である。当該地域における水質や各種同位体に基

づく調査結果は、水文環境図としての公開を念頭におい

て解析作業を進めており、平成16年度にはこれらのうち、

まず神戸市とその周辺地域の成果を出版する予定にして

いる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地下水の涵養、地下水の流動、都市、マ

ッピング 

 

［テーマ題目６］深部流体の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］風早 康平（深部地質環境研究センター

深部流体チーム） 

［研究担当者］風早 康平、高橋 正明、高橋 浩、 

森川 徳敏、大和田道子 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 三宅島等において、気象庁、東京工業大学、東京大学

等と共同で COSPEC を用いた SO2放出量観測を行った。

観測結果は随時、火山噴火予知連絡会に報告した。

COSPEC の後継機種である miniDOAS システムの開

発を行った。2000ppmm 以下の低濃度では、COSPEC
システムと同様の結果を示したが、高濃度域では値の信

頼性に難があり、現在、その原因を究明中である。富士

山麓において発見された噴気の緊急調査を実施し、火山

噴火予知連絡会に報告した。伊豆大島において、山頂噴

気及び周辺の地質調査を行った。 

 名古屋大学へ研究を委託し、地下水及びガス試料の

C-14濃度の測定を行った。マルチアイソトープ指標を

用いた地下水の起源及び滞留時間解析のために必要な、

専用のボアホール用採水器の設計及び製作を行い、阿武

隈において試料を収集した。水質形成機構解明のため、

USGS の PHREEQC を導入し、分析結果に適用した。

各種分析機器類のメンテナンスを実施し、不具合箇所を

修理した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山ガス、地下水の滞留時間、SO2放出

量 

 

［テーマ題目７］長期地質変動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］山元 孝広（深部地質環境研究センター

長期変動チーム） 

［研究担当者］山元 孝広、松本 哲一、伊藤 順一、 

宮城 磯治、村越 匠 

（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地殻変動及び火山活動の基礎的理解を深め

ることを目的としている。今年度は吾妻・岩手火山・肘

折火山の研究、関東北部における広域テフラの研究、

K-Ar 及び Ar/Ar 年代測定の研究を行った。また、

IUGG2003等の研究集会に積極的に参加し、成果を公表

した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地殻変動、火山、年代測定 

 

［テーマ題目８］地殻物性の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］高橋 学（深部地質環境研究センター地

殻物性チーム） 

［研究担当者］高橋 学、成田 孝、冨島 康夫 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 岩石の応力保持機構を利用した応力変化測定手法を原

位置に拡張するための文献調査を行った。岩石の変形特

性に及ぼす間隙水圧の影響に関する数値シミュレーショ

ンに関する文献調査を行った。屋久島花崗岩体を対象に

地域ごとの定方位サンプリングコアを用いて各種物性測

定に着手した。17世紀から沖縄で作られた焼き締め陶器

の内部構造と流体移動特性の関連に関する基礎研究を那

覇市歴史民族博物館および石垣市八重山博物館の研究員

と共同で開始した。古い窯跡からのサンプリングなどを

行った。これらの成果は国内外における口頭発表や誌上

発表として公表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］応力測定、間隙水圧、花崗岩の異方性、

焼き締め陶器、空隙構造、流体移動特性 

 

［テーマ題目９］地球化学の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］金井 豊（深部地質環境研究センター地

球化学チーム） 
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［研究担当者］金井 豊、上岡 晃、三田 直樹、 

竹内 理恵（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 環境における元素・物質の地球化学サイクルを様々な

視点から眺めその実態把握と評価を目的とする環境化学

の研究では、湖・沿岸域等の底質中放射性核種の測定に

協力して研究を推し進めると同時に、これまでのデータ

をとりまとめた論文を投稿した。高精度・高確度の同位

体比データを得るため Nd 同位体標準試料 JNdi-1を作

成・配布・データのコンパイルを行う同位体標準試料の

研究では、3カ国4機関へ送付した。化学反応に与える影

響に関する知見を得る地下微生物による影響予測に関す

る研究では、これまで行ってきたマンガン酸化細菌と鉄

酸化細菌を対象とした活性特性等の検討結果のとりまと

めを進め、データベース化システムについての検討を開

始した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］放射性核種、Nd 同位体標準試料、地下

微生物 

 

［テーマ題目10］地質情報の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］竹野 直人（深部地質環境研究センター

地質情報チーム） 

［研究担当者］竹野 直人、濱崎 聡志、張 銘、 

竹田 幹郎（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地化学シミュレーションコード用のデータベースの拡

充を行った。ソリッドモデルカーネルライブラリソフト

を導入して DEM から IGES フォーマットのソリッドモ

デルファイルを出力するコードを作成した。地質材料の

物性評価手法及び評価精度について研究を行い、特に、

難透水性岩石を対象とした室内透水試験法の国際的基準

化を進めた。伊豆半島西部の火成活動と関連変質作用に

ついて、岩石鉱物学的・地球化学的な特徴及び両者の時

空関係の解析を行い、マグマ性流体が地層特性変化に及

ぼす影響及びその地質学的要因を明らかにした。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地化学シミュレーション、透水試験、変

質作用 

 

［テーマ題目11］化学反応の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］月村 勝宏（深部地質環境研究センター

化学反応チーム） 

［研究担当者］月村 勝宏、高木 哲一、間中 光雄、 

亀井 淳志、鈴木 覚、福士 圭介 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 岩石・水反応の研究及び火成岩の成因の研究を実施し

た。岩石・水反応の研究では、「ベントナイト中の黄鉄

鉱の酸化と酸素の拡散」、「ベントナイト中の重水の拡散

の異方性と活性化エネルギーの関係」、「休廃止鉱山にお

けるヒ素の自然浄化プロセス」及び「低結晶性含硫酸鉄

酸化物によるヒ素の吸着機構」についての研究成果を国

際誌に公表した。火成岩の成因の研究では、「日本列島

における磁鉄鉱系列とイルメナイト系列花崗岩の成因」、

「九州地方のアダカイト深成岩」、及び「九州地方の高

マグネシウム閃緑岩の成因」についての研究成果を国際

誌に公表した。本年度の国際誌論文公表は計7報である。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］ベントナイト、ヒ素、岩石 

 

［テーマ題目12］TRU 廃棄物処理におけるヨウ素ガス

固定化技術の開発と長期安定性に関する

評価（外部資金） 

［研究代表者］鈴木 正哉（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］鈴木 正哉、間中 光雄、渡部 芳夫、 

月村 勝宏、鈴木 憲司 

（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 再処理工程で発生するヨウ素ガスを、廃銀吸着剤を用

いずに直接固化体中に取り込む技術を開発することを目

的として、ハイドロソーダライトを用いたヨウ素の固定

化実験を行った。その結果、500℃以上の高温条件下に

おいて、ハイドロソーダライト中にヨウ素が取り込まれ

ることが確認された。また、ヨウ素固定化量の温度依存

性及び反応時間依存性についても検討を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］TRU 廃棄物、ヨウ素、ハイドロソーダ

ライト 

 

［テーマ題目13］地質データの統合とデータベースシス

テムの構築の研究（外部資金） 

［研究代表者］渡部 芳夫（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］渡部 芳夫、牧本 博、岡村 行信、 

棚橋 学、岸本 清行（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 今年度は地質情報の電子化、データベースシステムの

開発に加え、5万分の1地質図幅の数値化、沿岸域音波探

査データのデータベース化、資源地域の試すい・物理探

査データ等のデータベース化を実施した。地質情報の電

子化については、昨年度に引き続き産業技術総合研究所

地質総合センター（旧地質調査所）出版物の新たな情報

集約と電子化を行った。5万分の1地質図幅の数値化につ

いては、地質調査所から昭和40-50年度に出版された地

質図幅を中心に地質図70枚、同研究報告書70冊の数値化

を実施した。沿岸域音波探査データのデータベース化に

ついては、釧路－十勝沖海域データの入力、下北半島沖

海域の音波探査記録イメージファイルのデータベース化
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を行った。資源地域の試すい・物理探査データ等のデー

タベース化については、石油公団の「石油天然ガス基礎

地質調査」データの数値化を進め、基礎試錐報告書のデ

ータ化、基礎試錐30孔の調査概要のデータ化等を行った。

データベースシステムの開発については、平成16年度の

完成を目指して、地形・DEM・地質図等のデータの統

合的表示サブルーチンの開発、GIS データセットの3次

元表示モジュールの導入等を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］GIS、地質図、データベース、大陸棚音

波探査、基礎調査 

 

［テーマ題目14］地球化学の既存データのファイルの作

成（外部資金） 

［研究代表者］今井 登（地球科学情報部門） 

［研究担当者］今井 登、御子柴真澄、金井 豊 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 岩石の化学分析値及び同位体比のデータベース化を行

っている。本年度は昨年度に引き続き、岩石鉱物鉱床学

雑誌（1990年まで）のデータ収集を行うとともにデータ

ベース利用環境の改善を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］岩石、化学組成、データベース 

 

［テーマ題目15］地層処分に関する国際情報の収集(1) 

（外部資金） 

［研究代表者］月村 勝宏（深部地質環境研究センター

化学反応チーム） 

［研究担当者］月村 勝宏、渡部 芳夫、高木 哲一、 

間中 光雄（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 地層処分に関する海外の研究動向調査と地層処分の安

全評価に必要な知見・技術の海外からの導入を行う。平

成15年度は、米国の規制側研究機関 CNWRA (Center 
for Nuclear Wastes Regulatory Analyses) への訪問、

米国地質学会への参加、地層処分研修機関である ITC 
School の研修への参加を行い、米国における規制側研

究機関の役割や地層処分に関する地質学的研究の動向等

を調べた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］米国、規制側研究機関、地層処分研修機

関 

 

［テーマ題目16］地層処分に関する国際情報の収集(2) 

（外部資金） 

［研究代表者］月村 勝宏（深部地質環境研究センター

化学反応チーム） 

［研究担当者］月村 勝宏（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高レベル放射性廃棄物（HLW）処分の安全規制に係

わる法的枠組みの構築に必要な国際情報の収集・分析を

行う。平成15年度は、欧米主要国の HLW 処分場と原子

力発電所等の安全規制の法規を比較・分析し、各国の

HLW 処分安全規制への取り組みを検討した。その結果

に基づき、安全規制の法体系整備に必要な情報を資料化

した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］高レベル放射性廃棄物、安全規制、欧米 

 

［テーマ題目17］東北日本複成火山の時空分布と成因の

研究（外部資金） 

［研究代表者］山元 孝広（深部地質環境研究センター

長期変動チーム） 

［研究担当者］山元 孝広、松本 哲一、宮城 磯治、

中野 俊（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 東北日本に分布する複成火山の長期的なマグマ噴出の

時空間的変化を研究している。平成14年度までに東北日

本南部の火山フロント及び背弧側の火山の調査を実施し、

火山フロントの移動の実態を明らかにした。平成15年度

は山形県肘折火山の調査を引き続き行い、噴出物の堆積

ユニットの細分化・噴火様式の解析等を行い、マグマ供

給系を解明するデータを得た。また、福島県沼沢火山に

ついてマグマ噴出量の時間積算図を新たに作成し、噴出

物の量及び化学組成の時間的変化を明らかにした。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］東北日本、複成火山、沼沢、肘折 

 

［テーマ題目18］西南日本の単成火山の時空分布と成因

の研究（外部資金） 

［研究代表者］宇都 浩三（地球科学情報部門） 

［研究担当者］宇都 浩三、伊藤 順一、松本 哲一、 

Nguyen Hoang、村越 匠、清水 洋 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 北西九州に分布する単成火山の長期的なマグマ噴出の

時空間分布やマグマ成因論から、火山噴火の予測手法を

確立することを目的としている。平成15年度は、引き続

き北西九州地域の単成火山群の地質調査、化学分析、同

位体測定、年代測定を実施し、北西九州の地下構造を明

らかにするため自然地震波観測を開始した。その結果、

佐賀県杵島地域では、玄武岩から流紋岩までの一連の火

山岩は、マントル起源玄武岩マグマと地殻起源流紋岩マ

グマの混合で形成されたこと等が明らかになった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］西南日本、単成火山、九州 

 

［テーマ題目19］大規模カルデラ噴火等地質変動調査

（外部資金） 
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［研究代表者］高田 亮（地球科学情報部門） 

［研究担当者］高田 亮、山元 孝広、古川 竜太 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 インドネシアでの大規模噴火の時空分布の研究を行っ

ている。平成15年度は引き続きロンボク島の火山調査を

行い、1万年以前の火山にはカルデラの形成がなく、リ

ンジャニ火山のカルデラが唯一のものと判明した。リン

ジャニ火山については、13世紀噴火のカルデラ形成過程

を復元し、火山灰の分布から噴火の影響の及んだ範囲を

調べた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］カルデラ、インドネシア、リンジャニ火

山 

 

［テーマ題目20］隆起・沈降の空間分布に関する研究

（外部資金） 

［研究代表者］山元 孝広（深部地質環境研究センター

長期変動チーム） 

［研究担当者］山元 孝広、卜部 厚志 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北南部の阿武隈―会津―新潟地域の第四紀後半の地

殻変動量の空間分布と時間変化の研究を実施している。

平成15年度は、福島県会津盆地西縁から新潟県東部の調

査を行い、只見川西岸断層系の活動性を調査した。また、

この地域の河川の浸食率は、阿武隈地域の少なくとも

10-20倍あると見積もった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］隆起、会津盆地、活断層、浸食 

 

［テーマ題目21］岩石の風化に関する研究（外部資金） 

［研究代表者］高木 哲一（深部地質環境研究センター

化学反応チーム） 

［研究担当者］高木 哲一、亀井 淳志 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 花崗岩の風化速度とその岩質との関係について研究を

行っている。平成15年度まで阿武隈花崗岩類の風化岩に

ついて顕微鏡観察と化学分析を行い、花崗岩の化学組成

を基準とする風化指標を提案した。また、石材・墓石試

料を用いて花崗岩の化学的風化速度を1万年で1～2m 程

度と見積もった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］花崗岩、風化、石材 

 

［テーマ題目22］広域地下水流動系の研究（外部資金） 

［研究代表者］安原 正也（深部地質環境研究センター 

地下水チーム） 

［研究担当者］安原 正也、吉川 清志、稲村 明彦、 

風早 康平、高橋 正明、高橋 浩、 

森川 徳敏、牧野 雅彦、大和田道子、 

鈴木 裕一、大沢 信二、吉川 慎 

（職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 地下水の起源及び広域流動系の解明とモデル化を行う。

平成15年度は、関東平野と阿蘇山で湧水・地下水調査と

水質・同位体測定を行った。その結果、関東平野の高

Cl-濃度地下水は、過去20年間濃度とその広がりが変化

していないことが、また阿蘇火山の湧水については、マ

グマ起源ガスの混入形跡がなく、他の火山と異なること

が明らかになった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］水質、同位体、地下水流動 

 

［テーマ題目23］熱水活動の研究（外部資金） 

［研究代表者］風早 康平（深部地質環境研究センター 

深部流体チーム） 

［研究担当者］風早 康平、高橋 正明、高橋 浩、 

森川 徳敏、安原 正也、稲村 明彦、 

竹野 直人、佐脇 貴幸、大和田道子、 

平林 順一、大場 武、角皆 潤 

（職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 近畿地方の深部上昇流体の調査、炭素同位体・ヘリウ

ム同位体による深部上昇水検出法の開発、堆積岩・花崗

岩地域の温泉調査及び堆積岩中の流体包有物の研究を実

施している。近畿地方の深部上昇流体の調査では、昨年

に引き続き、温泉水、地下水、河川水の調査を進め、深

部上昇水の寄与地域の把握と河川水データに基づく深部

上昇水フラックスの見積もりを行った。河川水への深部

上昇水の混入率は有馬・石仏地域で1、2-3、5％、フラ

ックスは1、2-1、6L/sec になる。炭素同位体・ヘリウ

ム同位体による深部上昇水検出法の開発では、測定装置

を用いて近畿地方の地下水・温泉水を測定し、その検出

感度の高いことが実証された。堆積岩・花崗岩地域の温

泉調査では、関東山地・福島県西部の温泉調査と水質・

同位体分析を行い、温泉水の起源を明らかにした。堆積

岩中の流体包有物の研究では、レーザーラマン分析装置

を導入して予備分析を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］深部上昇流体、ヘリウム同位体、フラッ

クス 

 

［テーマ題目24］変質の類型と地質変動要因に関する研

究（外部資金） 

［研究代表者］濱崎 聡志（深部地質環境研究センター 

地質情報チーム） 

［研究担当者］濱崎 聡志（職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 火山周辺の熱水変質帯を対象に、火山活動に伴う熱水

系の形成と地質構造の関係を検討している。平成15年度

は九州北西部の3−2Ma の火山群と関連変質帯の調査を

引き続き進め、全岩化学分析、流体包有物測定、同位体

測定、年代測定を行った。九州北西部有田－波佐見地域

では、北北西−南南東方向の北部九州に特徴的な構造線

を通路として顕著な熱水系が発達し、その中心は地表に

噴出した火山岩の分布とは一致していないことが明らか

になった。  

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山、熱水系、変質 

 

［テーマ題目25］複成火山におけるマグマ輸送蓄積、熱

拡散過程の研究（外部資金） 

［研究代表者］伊藤 順一（深部地質環境研究センター 

長期変動チーム） 

［研究担当者］伊藤 順一、風早 康平、安原 正也、 

松本 哲一、高橋 正明（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 火山マグマ活動の影響範囲について研究する。平成15

年度は、岩手火山の地質調査と地下水・温泉水調査を実

施し、試料の採取・化学分析を行った。その結果、岩手

火山群では、過去5万年間に、マグマの分化作用と新た

な未分化マグマの注入が繰り返し起きたと推定された。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］岩手火山、複成火山、温泉水 

 

［テーマ題目26］活断層周辺の地下地質及び地下水流動

系の研究（外部資金） 

［研究代表者］山元 孝広（深部地質環境研究センター 

長期変動チーム） 

［研究担当者］山元 孝広、安原 正也、吉川 清志、 

牧野 雅彦、稲村 明彦、鈴木 裕一

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 福島県会津盆地西縁における活断層の移動及び活断層

周辺の地下水の流動について研究を行っている。平成14

年度は、反射法地震探査により、1611年地震断層が、主

断層の東5km に新たに移動して生じた断層の一部であ

ることを明らかにした。平成15年度は、この断層の移動

時期を調べるため、1611年地震断層の東でボーリング調

査を行った。また、精密重力探査によって、断層周辺の

地下では基盤岩が幅数 km にブロック化し、その境界に

沿って活断層が地表に現れると推定された。活断層周辺

の地下水流動については、基礎調査として東北地方南部

において河川水の採取・分析を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］会津盆地、活断層、ボーリング、精密重

力 

 

［テーマ題目27］低活動性断層の研究（外部資金） 

［研究代表者］杉山 雄一（活断層研究センター） 

［研究担当者］杉山 雄一、宮下由香里、水野 清秀、 

吾妻 崇、伏島祐一郎、小林 健太 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 活断層の存在が不確かな地域で生じる地震断層の活動

について研究を行う。平成14年度までは、低活動性断層

として2000年鳥取県西部地震に伴う地震断層のトレンチ

調査と断層周辺域の断層破砕岩の調査を行った。平成15

年度は、断層破砕岩の調査を継続し、鳥取県西部地震震

源の西約5km にある日南湖リニアメント上の2地点でト

レンチ調査を行った。その結果、明瞭なリニアメントで

ある日南湖リニアメントからは厚い断層ガウジ帯が発見

されたのに対し、鳥取県西部地震の地震断層は個々の変

位が小さく、明瞭なリニアメントを伴わないことが分か

った。その原因は断層の成熟度が低いためと推定された。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活断層、鳥取県西部地震、断層ガウジ 

 

［テーマ題目28］岩石破壊・変形メカニズムの検証と定

量化に関する研究（外部資金） 

［研究代表者］成田 孝（深部地質環境研究センター地

殻物性チーム） 

［研究担当者］成田 孝（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 地震の原因となる地殻の応力を測定する装置を開発し

ている。昨年度（平成15年度）行った、原位置における

応力解放法によるキャリブレーション試験により得られ

たボーリング孔内の応力変化測定装置（油圧セル）設置

位置での応力の解放量（変化量）は、実験を行った原位

置で計算から求められる土被り圧力と、ほぼ等しい値と

なることが判明した｡ 

 この測定結果を踏まえ、平成16年度には、応力解放を

行う距離を昨年度に行った位置より、更に離した位置

（距離にして2倍の位置）に、ボーリング孔を追加掘削

し、昨年度と同じ深さに応力変化測定装置を設置し、再

び応力解放試験を行った。 

 この試験結果から、距離を2倍離したボーリング孔に

設置した応力変化測定装置から測定された、応力解放量

は、昨年度と同じ距離、同じ深さに設置した応力変化測

定装置から測定された応力解放量の、ほぼ半分の値に成

っているという測定結果が得られた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］原位置、応力変化、応力測定 

 

［テーマ題目29］水飽和状態における岩石の変形・破壊

プロセスとメカニズムの解明（外部資

金） 

［研究代表者］冨島 康夫（深部地質環境研究センター
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地殻物性チーム） 

［研究担当者］冨島 康夫、高橋 学（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 地震発生と関係の深い岩石の変形・破壊プロセスに対

する岩石中の間隙水の影響を研究する。平成16年度は、

平成15年度までに実施してきた室内実験の結果を考慮し

た個別要素法による数値シミュレーション計算を行い、

局所的な変形・破壊挙動および局所的な間隙水の挙動に

ついて検討した。さらに本シミュレーション結果と室内

実験結果との比較検討を行い、水飽和状態での岩石の変

形・破壊過程と間隙水挙動の関係把握を試みた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］岩石の変形・破壊過程、間隙水圧挙動、

数値シミュレーション 

 

［テーマ題目30］3次元地質モデルの研究（外部資金） 

［研究代表者］渡部 芳夫（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］渡部 芳夫、関 陽児、塚本 斉、 

鈴木 正哉、内藤 一樹、張 銘、 

鈴木 覚、亀井 淳志、竹田 幹郎 

（職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 堆積岩地域を対象として現状の地質特性の把握とその

モデル化を行う。平成14年度は、新潟・山形県境金丸地

域で2孔のボーリング調査を実施し、地下のウランの濃

集と酸化還元状態との関係を明らかにした。平成15年度

は、引き続き同地域で、地質調査、河川水調査及び地下

水の水質・水理構造調査のためのボーリング（4孔）と

原位置透水試験・流向流速試験のためのボーリング（4

孔）を実施した。地質調査では、金丸地域においてウラ

ンに富む花崗岩を発見し、この花崗岩から近接の堆積岩

にウランが移動・濃集した可能性が示唆された。河川水

調査では、ウラン濃度とウラン放出量が求められ河川へ

のウランの移動に関するデータを得た。ボーリング調査

では、ウラン等地下水溶存成分を調べるため地下水観測

装置を新たに設置し基礎的調査を行うとともに、弾性波

速度、比抵抗、透水係数、地下水の流向、流速等を測定

した。また、ボーリングコアの調査では、基盤花崗岩と

その上に重なる堆積岩中にウラン濃集部を発見し、ウラ

ンの移動・沈着に関するデータを得た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］金丸、原位置試験、ウラン、水理モデル、

3次元地質モデル 

 

［テーマ題目31］結晶質岩分布地域の地下地質及び地下

水流動系の検証（外部資金） 

［研究代表者］山元 孝広（深部地質環境研究センター

長期変動チーム） 

［研究担当者］山元 孝広、塚本 斉、安原 正也、 

吉川 清志、牧野 雅彦、住田 達哉、 

風早 康平、高木 哲一、鈴木 正哉、 

高橋 浩、森川 徳敏、稲村 明彦、 

亀井 淳志（職員10名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 阿武隈花崗岩を対象に、結晶質岩中の地下水流動のモ

デル化を行っている。平成14年度までは、阿武隈山地

中・北部において地質、河川水、及びボーリング調査を

行い、裂罅の分布や地下水の水質等についてデータを得

た。平成15年度は、前年のボーリング調査（白沢・三春

の2サイト）で得られたコア・採水試料について化学分

析・同位体測定等を行った。その結果、白沢サイトでは

一般的花崗岩地帯の地下水水質であったが、三春サイト

ではトリチウムの分析から、表層水が早い速度で深層地

下水に混入したことを示すデータを得た。また、地下構

造を求めるため精密屈折法地震探査を実施し、地下のマ

サ化・風化花崗岩の分布や断裂系のデータを得た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］阿武隈、地下水流動、ボーリング 

 

［テーマ題目32］流体移動特性等の地層物性とその変化

予測手法の研究（外部資金） 

［研究代表者］高橋 学（深部地質環境研究センター地

殻物性チーム） 

［研究担当者］高橋 学、西山 哲、加藤 昌治、 

竹村 貴人、高田 尚樹 

（職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 高温下における玄武岩の透水係数・強度・変形特性の

連成関係を実験的に解明しモデル化する事を目的として

いる。平成16年度は、高温・高圧時の玄武岩の透水実験

を行い、供試体の破断及び加温前後の透水係数のデータ

を得た。また、マイクロフォーカス X 線 CT 装置によ

り、玄武岩のせん断面近傍の粒界クラックを観察した。

さらに、Berea 砂岩を用いて砂岩内部の流れの数値シミ

ュレーションを実施し、それに必要な解析コードとプロ

グラムを開発した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］難透水性岩石の透水試験、高温・高圧 

力・高間隙水圧条件、マイクロフォーカ

ス X 線 CT、格子ボルツマン法による数

値シミュレーション 

 

［テーマ題目33］地層特性空間分布変化の評価に関する

研究（外部資金） 

［研究代表者］張 銘（深部地質環境研究センター地質

情報チーム） 

［研究担当者］張 銘、竹田 幹郎、竹野 直人 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 地層変形と浸透流の同時モデリング及び岩石の物性測

定を行う。地層変形と浸透流の同時モデリングでは、平

成14年度に引き続き大型模型試験装置等の改良・予備実

験を行い、模型実験に使用する試料の物性を測定した。

岩石の物性測定では、応力の履歴と浸透率の測定を行い、

岩石の浸透率は応力だけでなく、応力の履歴にも依存す

ることが明らかになった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］模型試験、物性試験、応力、浸透率 

 

［テーマ題目34］核種溶解・沈着の変化予測手法に関す

るナチュラルアナログの研究（外部資

金） 

［研究代表者］上岡 晃（深部地質環境研究センター地

球化学チーム） 

［研究担当者］上岡 晃、金井 豊、高橋 嘉夫 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ウラン、トリウム、希土類元素の分析を行い、地層中

における核種の挙動を予測する研究を行っている。平成

14年度は、新潟・山形県境地域の中束地区と金丸地区の

試料につき微量分析を行い、ウランの濃集部を発見した。

平成15年度は、金丸地区のボーリングコア試料の微量分

析、中束地区試料の粒度分離と微量分析、粘土鉱物への

希土類元素の吸着実験等を行った。その結果、金丸地区

のボーリングコアのウラン濃集部の試料の分析から、ウ

ランの移動が現在も堆積岩中で進行していることが示唆

された。中束地区のウラン濃集試料の分析では、砂岩層

中のリン酸塩鉱物にウランと希土類元素が濃集している

ことが明らかになった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］ウラン、トリウム、希土類元素 

 

［テーマ題目35］鉄鉱物の溶解反応の素過程と溶解速度

の研究（外部資金） 

［研究代表者］間中 光雄（深部地質環境研究センター

化学反応チーム） 

［研究担当者］間中 光雄、福士 圭介、月村 勝宏 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 酸化還元状態を制御して鉄鉱物の溶解実験を実施して

いる。平成14年度までは、還元状態で溶解実験が行える

装置の試作・改良を行った。平成15年度はこの装置を用

いて、磁鉄鉱の溶解実験を行い、信頼性の高い磁鉄鉱の

溶解速度とそれを得る実験条件を求めた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］鉱物、溶解、酸化還元 

 

［テーマ題目36］非晶質とコロイドの生成条件の研究 

（外部資金） 

［研究代表者］鈴木 正哉（深部地質環境研究センター

地質総括チーム） 

［研究担当者］鈴木 正哉、鈴木 覚、福士 圭介、 

月村 勝宏（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 非晶質物質やコロイドによる核種の吸着・移動の研究

を実施している。平成14年度までの阿武隈地域の河川底

質調査によって、ウラン濃度の高い底質を発見した。平

成15年度は、ウラン高濃集を示す底質について非晶質物

質の定量と逐次抽出実験を行い、ウランは非晶質への吸

着態及び炭酸塩態・非晶質態・二次生成物態として固相

に分配されていると推測された。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］非晶質物質、コロイド、阿武隈、河川底

質 

 

［テーマ題目37］地質環境の数値モデリングの研究（外

部資金） 

［研究代表者］竹野 直人（深部地質環境研究センター

地質情報チーム） 

［研究担当者］竹野 直人、藤井 直樹、張 銘 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地下水等の水理と化学反応を統合した地質環境の数値

モデル化とシミュレーションを行う。平成15年度は、昨

年度に引き続き、熱力学データベース間の比較を Eh-
pH 図を用いて行い、それぞれのデータベースの特徴や

不足するデータを示すとともに、水理・地球化学連成シ

ミュレータの基本設計を行った。また、既存地下水シミ

ュレータ（TOUGH2）の性能評価と3次元地質モデルの

研究地域である新潟・山形県境金丸地区への適用を開始

した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］TOUGH2、熱力学データベース、金丸、 

水理シミュレーション 

 

②【活断層研究センター】 
（Active Fault Research Center） 

（存続期間：2001.4～） 

 

研究センター長        ：杉山 雄一 

副研究センター長：佐竹 健治 

 

所在地：つくば中央第7、関西センター大手前サイト 

人 員：14（13）名 

経 費：355,916千円（317,043千円） 

 

概 要： 

 活断層研究センターは国の活断層調査事業に関する

唯一の中核機関として、活断層調査の推進に努め、活
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動性評価の精度向上を図ることを第一の目標とする。

また、地震被害予測に関する研究を積極的に推進し、

より社会的に利用価値の高い情報の創成に努める。さ

らに、内外の活断層データを収集・評価し、広く流

通・公開する体制を整備し、産総研の第一期中期計画

において活断層に関するナショナルデータセンターと

して、活断層研究に関する情報拠点機能の充実を図る。

また、国際共同研究を活発に行い、国際的研究拠点と

しての地位を確立する。 

 産総研第一期中期計画においては、以下の具体的成

果を上げることを目標としている。 

・全国主要活断層について、第一次調査及び第一次評

価を完了し、100年以内の地震発生確率を明らかに

する。 

・調査を実施した12活断層についての報告書を出版す

る。 

・活断層ストリップマップ3図、50万分の1活構造図3

図、地震発生危険度マップ1図を刊行する。 

・2つの活断層系について、セグメンテーション及び

セグメント連動について、一般的特徴を解明する。 

・京阪神地域を対象として、地下構造モデルに基づく

被害予測図、北海道東部において津波被害予測図を

作成する。 

  平成15年度は、重点研究課題として、 

  テーマ題目１：全国主要活断層等の研究 

  テーマ題目２：活断層データベース・活構造図等の 

         研究 

  テーマ題目３：活断層系のセグメンテーションの研 

         究 

  テーマ題目４：海溝型地震の履歴と被害予測の研究 

  テーマ題目５：地震被害予測の高度化の研究 

の5テーマの研究を実施した。 

 これらの研究を、活断層調査研究チーム：テーマ題

目１、活断層情報研究チーム：テーマ題目２、断層活

動モデル研究チーム：テーマ題目３及び４、地震被害

予測研究チーム：テーマ題目４及び５、の分担・連携

で実施した。また、テーマ題目５（地震被害予測の高

度化の研究）を社会的により利用価値の高いものにす

るため、平成15年10月1日に「地盤防災工学研究チー

ム」を新設し、地質学や地球物理学などの理学に加え

て、工学の手法と観点を取り入れた研究を開始した。 

 これらの重点研究課題の実施に当たっては、国の

内・外から多くの外部研究者を客員研究員などとして

迎え入れ、研究の充実を図った。また、地質調査総合

センター（Geological Survey of Japan）の一員とし

て、関連する研究ユニット・組織と連携を取り、効率

的に研究を進めた。主な研究成果として、本センター

の基幹成果物である、「活断層・古地震研究報告」第2

号の出版を計画通り行うことができた。また、研究活

動の広報のため、ホームページの運営、センターニュ

ースの発行・配布を行った。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（緊急研究）

「2003年（平成15年）十勝沖地震に関する緊急研究／津

波・被害調査／津波調査／高精度の数値シミュレーショ

ンに基づく十勝沖地震津波の波形解析」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「地震災

害軽減のための強震動予測マスターモデルに関する研究

／予測のための震源特性のモデル化 活断層情報による

シナリオ地震の設定法」 

 

経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全基盤調査

研究「原子力安全基盤調査研究（提案公募事務・評価事

務・総合的評価）」 

 

発 表：誌上発表35件（30）件、口頭発表142件（68）件、 

その他51件 

-------------------------------------------------------------------------- 
活断層調査研究チーム 

（Active Fault Evaluation Team） 
研究チーム長：下川 浩一 

（つくば中央第7、関西センター大手前サイト） 

概 要： 

 国の地震調査研究推進本部は、全国に分布する98の

活断層を早急に調査を行うべき「基盤的調査観測の対

象活断層」に選定している。当チームはこの98断層の

詳しい調査を行い、分布、長さ、 新の活動時期、活

動の間隔などを明らかにする研究を行う。調査の方法

は、地形地質調査、トレンチ調査、ボーリング調査な

ど、多岐にわたり、調査結果に基づいて、活断層が活

動する可能性と活動した場合の地震の規模を評価する。

また、 近の地震断層に関する詳細な研究や活動性が

低い活断層の研究も併せて行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

活断層情報研究チーム 

（Active Fault Data Analysis Team） 
研究チーム長：吉岡 敏和 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 全国の様々な機関で実施された活断層の調査で得ら

れたデータや資料を収集・整理し、データベース化す

る。データベースは広く公開すると共に、活断層評価

の技術資料として役立てる。このデータベースは調査

地点データの単なる蓄積ではなく、データ精度を統一

し、活断層の評価に直接役立つものとなることを目指

している。また、評価の根拠となったデータを簡単に

検索できるものとする予定である。このほか、全国活
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断層地震発生危険度マップなどを作成・公表する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

断層活動モデル研究チーム 

（Faulting Behavior Modeling Team） 
研究チーム長：粟田 泰夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 大規模な活断層は複数の活動区間に分かれており、

それらの区間が単独であるいは複数連動して地震を起

こす。このため、活断層から発生する地震の予測には、

個々の地点での調査データと共に、活動区間の予測手

法と活動の繰り返しモデル必要である。断層の活動区

間については、世界各地の大地震で地表に現れた地震

断層を詳しく調べる。また、断層活動の繰り返しには、

少なからぬばらつきがあることから、それらのばらつ

きの相互関係を統計的、力学的に解明して予測精度の

向上に努める。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

 

地震被害予測研究チーム 

（Earthquake Hazard Assessment Team） 
研究チーム長：佐竹 健治 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 活断層情報と断層のモデル化で得られた情報に基づ

き、地震による揺れの大きさを予測する。地震の揺れ

や被害の大きさは、震源からの距離のほか、断層面の

破壊の仕方、地下の様子（軟らかい堆積層か、硬い基

盤岩か）によって大きく変化するため、これらをすべ

て考慮して地震の揺れを計算する。また、地層に残さ

れた津波による堆積物から、海底下で発生した巨大地

震の履歴を調査し、津波の伝わる様子をコンピュータ

で計算し、浸水域などの津波被害の予測研究を行う。

このような予測結果を地震被害予測図や津波被害予測

図として公表する。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

地盤防災工学研究チーム 

（Earthquake Disaster Prevention Engineering Team） 
研究チーム長：国松  直 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地震により様々な形態の災害が発生するが、当チー

ムでは地盤に関係する災害の低減を目的に、表層地盤

の非線形応答や断層変位による地盤変形を対象として、

防災工学的な視点に立った研究を展開する。特に、地

震動の表層地盤による増幅特性と地形・地質との関係

や原位置における液状化現象の発生メカニズムの解明

などを目指す。また、断層変位による表層地盤変形に

伴う被害形態と変形予測に関する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］全国主要活断層等の研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］下川 浩一（活断層研究センター活断層

調査研究チーム） 

［研究担当者］下川 浩一、杉山 雄一、寒川 旭、 

宍倉 正展、遠田 晋次、水野 清秀、 

吾妻 崇、桑原拓一郎、宮下由香里、 

吉岡 敏和、石山 達也、粟田 泰夫、

堀川 晴央、鎌滝 孝信、小松原 琢、

佃 栄吉、七山 太、斉藤 勝、 

伏島祐一郎、苅谷 愛彦、奥村 晃史、 

町田 洋、井村 隆介、小林 健太、 

北田奈緒子、竹村 恵二、金折 裕司、 

堤 浩之、後藤 秀昭、伊藤 孝、 

須貝 俊彦、八戸 昭一、中里 裕臣 

（職員19名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、トレンチ調査等により、全国の主要な活断

層の実態を明らかにし、将来の地震発生危険度予測等に

活用できるデータを提供することを目的としている。本

研究は、旧地質調査所において平成8年度から10年計画

で開始された「活断層調査事業」を引き継ぐもので、平

成13年度から「全国主要活断層等の研究」として、文部

科学省の交付金による地方公共団体の調査と整合を取り

つつ実施している。 

 平成15年度は、国による基盤的調査観測対象の98断層

帯に対応する断層として、1)邑知潟断層帯、2)黒松内低

地断層帯、3)牛首断層、4)境峠・神谷断層帯、5)大原湖

断層帯、6)長町－利府線断層帯、7）深谷− 綾瀬川断層

帯の各断層について調査を行い、第四紀における活動性、

地震発生の切迫性、地震規模の評価等に有用な成果が得

られた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地震、活断層、活動予測 

 

［テーマ題目２］活断層データベース・活構造図等の研

究（運営費交付金） 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層研究センター活断層

情報研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、杉山 雄一、粟田 泰夫、

下川 浩一、吾妻 崇、宮下由香里、 

水野 清秀、宍倉 正展、石山 達也、

伏島祐一郎、宮本富士香、桑原拓一郎、

佐竹 健治、堀川 晴央、遠田 晋次、

黒坂 朗子、大蔵 裕子、衣笠 善博、

山崎 晴雄、須貝 俊彦 

（職員17名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究は、活断層に関する情報を迅速かつ広範に社会

に提供することを目的としている。そのために、活断層

データベースの整備を 重要課題とし、さらに「活断

層・古地震研究報告」の定期的な刊行や、活断層研究セ

ンターニュースを毎月発行すると共に、活断層研究セン

ターホームページを随時更新し、日常的な情報発信を行

う。 

 平成15年度には、活断層データベースの構築を重点的

に行い、活断層データの入力作業を進めると共に、デー

タベース構造の検討、インターフェイスの試作等を行っ

た。1/50万「新潟」、「金沢」、「秋田」の編纂作業につい

ては、年度当初には従来の方法で編纂を開始したが、活

断層データベースの整備の進捗に伴い、編纂方針を変更

し、データベースと一体化した公開方法を検討すること

とした。なお、平成15年度刊行予定であった伊那谷断層

帯ストリップマップについては、担当者の公務都合によ

り、刊行を延期することにした。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活断層、データベース、活構造 

 

［テーマ題目３］活断層系のセグメンテーションの研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］粟田 泰夫（活断層研究センター断層活

動モデル研究チーム） 

［研究担当者］粟田 泰夫、近藤 久雄、遠田 晋次、

吉岡 敏和、佃 栄吉、 

Ali Osman Oncel、加瀬 祐子、 
Fu Bihong、岡村 眞、松岡 裕美、 

奥村 晃史（職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、活断層評価と強震動予測の精度・信頼性

を確保するため、その基礎となる断層活動モデルの確立

を目的として、実証的研究と理論的研究とを実施してい

る。平成13-15年度においては、同じ活断層系において

歴史時代に大地震サイクルがくり返し発生し、かつ地震

サイクル毎に個々の地震毎の破壊領域と地震規模が異な

った具体例を対象として、活動セグメントのスケーリン

グ則の確立、セグメント間の連動破壊条件の解明、断層

長－断層変位量－再来間隔の相関とその物理学的モデル

の解明、を目指している。実証的研究としては、トル

コ・北アナトリア断層系を研究対象としており、平成15

年度には1999年地震断層の水域における分布・活動性調

査」、「北アナトリア断層系陸域の地震断層調査」、「国際

研究集会の開催」を実施した。また、調査結果をとりま

とめた報告書シリーズの出版を開始した。理論的研究と

しては、断層活動モデルの研究を実施した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活断層、セグメンテーション、トルコ、

北アナトリア断層 

［研究テーマ４］海溝型地震の履歴と被害予測の研究 

（運営費交付金） 

［研究代表者］佐竹 健治（活断層研究センター地震被

害予測研究チーム） 

［研究担当者］佐竹 健治、下川 浩一、宍倉 正展、 

澤井 祐紀、鎌滝 孝信、七山 太 

（職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年度まで「活断層系のセグメンテーションの研究」

と「地震・津波被害予測の高度化の研究」において別々

に行われてきた海溝型地震に関する研究を、新たな重点

研究項目として発足させた。本研究項目は、地質学・地

形学・地球物理学を融合し、国際的に 先端の研究を行

うことを目指している。まず、津波堆積物、海岸の隆

起・沈降、液状化痕跡などの古地震学的調査を行い、海

溝型地震の履歴・規模の基礎データを得る。これらの結

果や歴史記録の調査と津波の数値シミュレーションとを

組み合わせ、過去の海溝型地震の震源像を推定し、将来

の長期評価に役立てる。また、沿岸における津波高さや

浸水域の予測地図を作成し、知識を社会へ還元すること

を目標とする。本年度は、千島海溝・相模トラフ・南米

チリで古地震調査を実施したほか、千島海溝については

津波浸水履歴図の作成・検討を行った。また、南海トラ

フについては既往の研究結果をレビューし、今後の調査

計画について検討した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地震、津波、海溝 

 

［研究テーマ５］地震被害予測の高度化の研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］佐竹 健治（活断層研究センター地震被

害予測研究チーム） 

［研究担当者］佐竹 健治、杉山 雄一、国松 直、 

堀川 晴央、関口 春子、石山 達也、

水野 清秀、加瀬 祐子、横田 裕 

（職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 大阪堆積盆地の地震被害予測図作成のプロジェクトと

して、震源、三次元地下構造のモデル化から地震動のシ

ミュレーションまでの一連の地震動予測研究を実施した。

この中で、地質学的なデータに基づく累積変位量・平均

変位速度の分布から不均質な応力場を設定し、これに基

づいて動的破壊過程のシミュレーションを行い、地震動

シミュレーションに用いる地震破壊シナリオを作成する

独創的な手法を開発した。 

 また、平成15年10月からは、断層変位による地盤変形

や表層地盤の非線形応答を対象として防災工学的な視点

に立った「地盤防災工学の研究」を開始した。本年度は、

2003年7月の宮城県北部の地震によって液状化が発生し

た宮城県鳴瀬町において電気探査を行い、液状化地域の
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地下構造と比抵抗構造との関係を調査した。また、断層

変位による地盤変形や表層地盤の非線形応答について、

研究動向の調査を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地震、シミュレーション、強震動、地盤 

 

③【化学物質リスク管理研究センター】 
（Research Center for Chemical Risk Management） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：中西 準子 

副研究センター長：冨永 衞 

総 括 研 究 員：米澤 義堯 

 

所在地：つくば西 

人 員：21（19）名 

経 費：422,742千円（291,231千円） 

 

概 要： 

 本研究センターの設置目的は、環境安全と化学物質

の有効利用を両立させるために必須の、リスク評価、

リスク管理のための理論を構築し、その研究結果の実

例を提示することによって、行政機関、企業、市民の

意思決定が、科学的、合理的に行われるよう支援する

ことである。 

 当面の重点課題としては、化学物質総合評価管理技

術戦略のための、知的基盤、情報基盤、社会基盤の整

備のために、国の内外で、先導的で指導的な役割を担

うことである。 

 そのために、化学物質の暴露評価、毒性評価、新規

リスクの探索手法、リスク評価手法、リスク管理のた

めの社会経済的な手法開発の研究開発を行う。同時に、

OECD など国際機関に、研究成果を反映させること

にも努める。 

 研究面では、化学物質の環境動態予測、濃度推計モ

デルの開発を積極的に行い、環境研究の高度化を目指

すと同時に、社会が共通に使える汎用型のモデル開発

にも力を入れる。リスク管理のために使えるようなリ

スク評価手法は、世界的に見ても未開発である。本研

究センターでは、この手法開発に努力する。また、生

態リスク評価手法開発のための研究も積極的に進める。

社会経済学的な手法を含む総合管理のための研究を進

める体制をもつところは、ここをおいて他に類似機関

がないので、その特質を生かす。 

 濃度予測モデル、リスク評価手法は、リスク管理に

関する意思決定のために必須の思考ツールである。本

研究センターは、多くの人が共通に使える思考ツール

を供給することに、全力を挙げる。様々な考え方があ

る中で、コミュニケーションを図り、できるだけ一致

点を見付けるためには、共通の思考ツールが極めて有

用だからである。関東域大気濃度推計モデル

（ADMER）普及版の頒布に続いて、いくつかの濃度

予測モデル、さらには、評価手法プロトコルなどの公

表と普及に力をいれ、研究成果を社会全体の資産とし

て生かす。 

１．主たる研究課題 

１－１．リスク評価手法開発に関する主たる研究課題 

１）化学物質の環境濃度推計・評価モデルの開発 

① 大気拡散モデルの開発：事業所敷地境界とそ

の周辺、さらに数県にまたがる広域の各レベル

での大気環境濃度の空間分布、時間分布を推

計・評価する手法を開発する。関東地域に引き

続き、関西・中京地域、全国版に拡張し、希望

者に配布する。 

② 河川での日流動モデルの開発：生態リスクの

診断と評価のためのツールとして、水文特性を

組み込んだモデルを開発し、これも、公開する。 

③ 海域での流動と生態系統合モデル：東京湾を

対象に、生態リスク評価につなげるモデルを開

発する。普及版を策定し、公開する。 

④ マルチメディアモデル：大気、土壌、水系を

含む多環境媒体での濃度推計モデルを開発する。 

２）生態リスク評価手法の開発 

① 環境残留性物質に対する生態リスクのスクリ

ーニング評価 

② Population-level の生態リスク評価システムの

構築 

③ 種間相互作用を考慮した生態リスク評価手法

の開発 

３）暴露量の分布と差に関する研究 

４）ヒトの健康リスク評価手法の研究 

① 動物実験で有害性を示す測定エンドポイント

の評価システムの構築 

② ヒトの評価エンドポイント相互の関連づけと

重み付けシステムの構築 

５）リスク管理のための総合解析手法の開発と結果の

提示 

① 不確実性を基礎としたリスク管理指針の開

発：不確実性・変動性を組み込んだリスク評価

の実施。 

② リスク管理のためのリスク評価尺度に関する

研究 

③ リスク削減対策の社会経済的評価：化学物質

によるリスク削減対策（リスク管理解析）のリ

スク便益解析、費用便益手法を開発する。 

１－２．リスク評価書の策定 

 特に問題とされる化学物質について、それぞれが責

任をもって、リスク評価に基づくリスク管理のための

リスク評価書を策定する。リスク評価書は、行政、企

業、市民などが化学物質管理の方策を考える場合の、
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科学的基礎となることが期待される重要な文書である。

わが国では、問題が大きくなった後にリスク評価書が

出たことはあるが、問題を発掘するような意味で詳細

リスク評価書が出たことはない。その意味では、はじ

めての“問題発掘型、問題提起型”リスク評価書であ

る。 

 詳細リスク評価書は、以下の内容を含む。 

 ①発生源に関する解析、②環境濃度予測と曝露解析、

③毒性評価、④複数のリスク管理対策候補の提示、⑤

リスク管理対策（候補）についてのリスク評価と社会

経済的評価、⑥管理対策についての提言。 

-------------------------------------------------------------------------- 
内部競争的資金： 

分野戦略実現のための予算 環境・エネルギー分野「技

術の社会受容性研究－リスク（便益）解析支援による環

境リスク受容型へ－」（42,500千円） 

 

外部資金：  

新エネルギー・産業技術総合開発機構「化学物質リスク

評価及びリスク評価手法の開発 ＜化学物質総合評価管

理プログラム＞ リスク評価、リスク評価手法の開発及

びリスク削減効果分析」（129,278千円） 

 

発 表：誌上発表26（25）件、口頭発表45（18）件、 

    その他15件 

-------------------------------------------------------------------------- 
大気圏環境評価チーム 

（Atmospheric Environment Team） 
研究グループ長：吉門 洋 

（つくば西） 

概 要： 

 事業所等からの化学物質の排出においては、特に大

気への排出が大きな割合を占めるため、それらの拡

散・曝露過程とリスクの定量的評価・管理技術の開発

は重要な課題である。今後の主要テーマとして、1)用

途に応じて1km 程度の排出源周辺領域から100km 程

度の地方スケールまでに対応できる複数の大気拡散モ

デルの開発・高度化を行い、大気環境濃度の定量的把

握と推定を行う。2)それに基づく個人曝露量の定量的

評価手法の開発を行う。3)化学物質の沈着量を評価で

きるように大気拡散モデルの拡張と物質ごとの沈着特

性のデータ収集を行い、多媒体モデルへの結合を図る。 

 本センターの主要業務の一つに位置付けられている

詳細リスク評価書作成の一環として、大気経由曝露が

主となる物質のうち当面第一に1,3-ブタジエンを、第

二にジクロロメタンを取り上げた。これらの作業の推

進に当たっては世界の主要国・地域で作成された当該

物質リスク評価関連資料を収集し、それらを踏まえつ

つ 新の成果を取り入れて日本の状況に対応した評価

を盛り込むよう全力を上げている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

水圏生態リスク評価チーム 

（Hydrosphere Ecological Risk Assessment Team） 
研究グループ長：東海 明宏 

（つくば西） 

概 要： 

 生態リスクの観点から懸念されているノニルフェノ

ール、ビスフェノール A、カドミウムに関する既往研

究成果を収集・整理するとともに、リスク評価を行い、

その程度を定量的に診断することを目的としている。

日本の事例調査にもとづくリスク評価書が策定される

ことで、リスク管理の具体的選択肢に関する議論に資

することが期待できる。 

 水圏生態系リスク評価のためには、時間的、空間的

に生息する生物の動態（行動特性）を考慮した暴露モ

デルが不可欠である。本課題では、詳細リスク評価に

必要な暴露濃度の推定モデルを陸水系を対象に開発す

る。そのため、①化学物質の暴露濃度を1km メッシ

ュで推定する水系モデル、②実測値を用いて暴露濃度

分布を推定する統計的モデルを開発する。このような

空間的・時間的暴露濃度を詳細に推定できる水系モデ

ルは国際的に知られているものはなく、特色ある詳細

水系モデルとなることが期待できる。さらに、高暴露

水域の形成要因を考察するため、ノニルフェノールの

観測地点の流域情報データベースを作成し、多変量解

析による構造解析を行う。 

 化学物質による生態系への影響を個体群動態におけ

る応答特性を反映したリスク評価が、これまでの科学

的知見に基づいた も現実的且つ合理的な考え方であ

る。本研究では、その評価の枠組みの確立を 終目的

として、水系生態系に着目して、個体群影響評価の枠

組みの構築を理論的且つ政策科学的視点から行う。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

リスク解析研究チーム 

（Risk Analysis Team） 
研究グループ長：吉田喜久雄 

（つくば西） 

概 要： 

 現在、判定方法が異なる発がんと非発がんのリスク

を比較するために、リスクのエンドポイントに重み付

けを行うシステムを構築する。 

 エストロジェン活性により既に選択済みの200のヒ

ト DNA チップ（マイクロアレイ）を用いてエストロ

ジェン活性をもつ種々の化学物質がどのような反応パ

ターンを示すのか調べる。 

 当センターの研究目的の一つである詳細リスク評価

書を作成する上での基礎的かつ基盤となる技術として

の開発を目指すとともに、専門家でない一般市民や学
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生が、環境中の化学物質に起因するヒト健康リスクを

容易に評価でき、かつ評価の流れが理解できるシステ

ム（名称：Risk Learning）を開発する。 

 初期リスク評価結果やその他の情報等からリスクレ

ベルが一定以上と推定される環境残留性有機化合物に

ついて、詳細なリスク評価に着手する。社会的に問題

となっている化学物質の影響の程度を定量的に明示す

るとともに、対策の効果やその経済性について評価す

る。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

リスク管理戦略研究チーム 

（Risk Management Strategy Team） 
研究グループ長：蒲生 昌志 

（つくば西） 

概 要： 

 曝露評価は、リスク評価において重要なステップで

あるにも関わらず、大気や水といった環境媒体中濃度

の評価にくらべて、必ずしも十分に検討された方法論

に基づいていない。 

 本研究では、まず、曝露量評価に用いられる様々な

情報を整理してデータベース化する。大気や食品とい

った環境媒体の摂取量、行動に関する情報、個人曝露

レベルの既存の報告例、といった内容を含む。こうい

った情報は、我が国においては、リスク評価を行う者

がその都度収集して用いていた。一元的に情報が収

集・整理されたデータベースを構築し、共通基盤とし

て用いることは、リスク評価作業を効率化するだけで

はなく、環境媒体中濃度の解釈を共通化することによ

り、リスク評価結果の相互比較を可能にする効果があ

る。 

 この種のデータベースは、米国環境保護庁では

Exposure Factors Handbook（曝露係数ハンドブッ

ク）として一般に公開されており、整備／改良が続け

られている。本研究においても、構築するデータベー

スを曝露係数ハンドブックと呼ぶことにし、また、我

が国におけるリスク評価のための共通基盤として一般

に公開することを目的とする。 

 一方、大気汚染物質の個人曝露量の評価手法につい

て、実際の調査を通じて検討する。それに関連して、

個人曝露量調査に適したパッシブサンプリング法の適

用範囲の拡大についても若干の検討を行う。個人曝露

量調査の結果得られた知見は、積極的に上記の曝露係

数ハンドブックに反映させたいと考えている。 

 大気汚染物質の個人曝露濃度の調査は、これまで我

が国において、主に室内汚染によるシックハウス問題

の文脈で、大学等の研究主体や行政主体によって実施

されてきた。そういった調査では、個人曝露濃度は、

室内濃度や屋外濃度と共に測定され、同時に、住居の

構造や行動記録などが併せて調査される。しかし、個

人曝露の評価を十分に行った例は多くなく、単に測定

濃度の範囲が記述されるか、室内／室外の濃度との比

率や相関を概観するに留まっていた。そのような従来

の調査の多くでは1日での測定値をもとに解析されて

いたのに対し、本研究における個人曝露量調査では、

複数の VOC（揮発性有機物質）成分について、個人

曝露を連続計測し、観測値の日間変動に焦点をあてる。

その上で、大気汚染物質（VOC）の個人曝露濃度や

室内汚染濃度を左右する要因を考察する。また、個人

曝露濃度を、屋外や室内の濃度などから推察する際の

不確実性を考察し、既存の個人曝露データの解釈や、

中長期の曝露レベルを短期間の観測から推定する方法

について検討する。 

 リスク削減対策を行ったときに得られる健康リスク

削減効果を、支払意思額や生活の質（QoL）といった

指標を用いて、定量評価あるいは金銭評価することを

目的とする。リスク削減効果を金銭評価すると、直接、

リスク削減対策費用と比較できる、つまり費用便益分

析を行うことができる。また、生活の質（QoL）指標

を用いることで、死亡影響と非死亡影響を統一的に評

価できる。リスク削減便益評価は、欧米では研究蓄積

があるが、日本では数少ない。生活の質（QoL）指標

は、医療分野では多数の応用例があるが、化学物質分

野ではまだほとんど使用されていない。 

 カドミウム、トルエン、パラジクロロベンゼン、

1,4-ジオキサンの4物質を評価対象として、詳細リス

ク評価書の作成を行うこととする。 

 カドミウムは、我が国においては諸外国に比べて曝

露レベルが高いと言われており、また 近では、米中

濃度の基準値を引き下げる議論が国際的に強まるなど、

リスク管理まで視野に入れたリスク評価が求められて

いる状況にある。 

 トルエンは、PRTR パイロット事業などで環境排

出量が も多いとされる物質である。今後適切なリス

クコミュニケーションを行っていく上で、詳細な排出

源の把握やリスク評価、リスク管理対策の検討が求め

られている。 

 パラジクロロベンゼンは、近年の室内空気モニタリ

ングにおいて、指針値（平成12年度策定）を上回る濃

度が多くの家庭で検出されるなど、関心の高い物質で

ある。 

 1,4-ジオキサンは、従来から水系で広く検出される

ことが知られていたが、 近では、大気で検出された

り、一部地下水で高濃度に検出されたりするなど、関

心が高まっている。国内はもとより、海外においても、

排出量の推定や環境動態に関する知見が少なく、詳細

なリスク評価がなされていない状況にある。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］大気中化学物質の暴露の定量的評価技
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術の開発（運営費交付金、独立行政法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)受託研究） 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］吉門 洋、東野 晴行、三田 和哲、 

井上 和也 

［研 究 内 容］ 

１．平成15年度計画 

 PRTR で得られるような排出量データを暴露・リ

スク評価に活用していくためのモデルが求められてい

るが、これまでは操作性、実環境での検証といったよ

うな暴露評価に必要とされる要素を満たすモデルがな

かったため、濃度分布を推定できるモデルが実際にリ

スク評価に用いられることはほとんどなかった。本研

究では以下の課題に取り組む。 

1) 発生源周辺領域から地方スケールまで対応できる

複数の大気拡散モデルを開発し、大気環境濃度の定

量的評価を行う。 

2) 排出量の詳細な地域分布を推定する手法を開発し、

暴露状況の推定を行うシステムを開発する。 

3) 暴露人口の分布を推定し、集団暴露の実態を定量

的に評価する。 

２．平成15年度進捗状況 

1) 広域暴露評価モデル（ADMER ver.1.0日本全国

版）を完成し、8月から一般公開を開始した。また

後述の METI-LIS と合わせて講習会を10月に実施

した。 

2) 発生源近傍拡散評価モデル（METI-LIS）を改良

し、METI-LIS ver.2として11月から一般公開を開

始した。 

3) 沿道暴露推定モデルの開発に着手し、本年度はそ

の基礎データとなる沿道暴露人口の推定手法を検討

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］広域暴露評価モデル、ADMER、大気拡

散モデル 

 

［テーマ題目２］水系リスク評価のためのモデル統合 

（運営費交付金、独立行政法人 新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)

受託研究） 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］東海 明宏、堀口 文男、宮本 健一、

林 彬勒、飯野 福哉、石川百合子、 

恒見 清孝 

［研 究 内 容］ 

１．平成15年度計画 

 陸水－海域からなる水圏生態リスク評価のための暴

露解析手法を開発する。この手法の開発によって

PRTR の化学物質排出移動量データを暴露濃度に変

換し、従来に比べ格段に解像度の高いリスクの定量化

が期待できる。実現のためのポイントは、排出量推定、

環境媒体での動態解析を整合的につなぐことと、入力

データやパラメータ等の推定支援技法を構築すること

であり、 終成果物としては、生態リスク評価モジュ

ールもインターフェイスを介して統合し、水圏生態リ

スク評価システムとして公開する。 

２．平成15年度進捗状況 

1) 入出力設計：化学物質の排出量推定から濃度推定

までを統合するためのフレームを作成するとともに、

入出力構造、解析のシナリオを設計した。 

2) モデルの適用：多変量解析によって、水系の属性

データから水系の分類を行うとともに、多摩川、関

東平野、淀川水系を対象とした水系モデルを構築し、

検証を行い、適用性について検討した。さらに、東

京湾を対象に3次元流動と生態系ダイナミクスを結

合したモデルを構築した。 

3) 詳細リスク評価への援用：東京湾における貝類を

対象とした TBT のリスク評価、陸水系における塩

素化パラフィン、ノニルフェノールのリスク評価に

これらの手法を援用した。 

4) 暴露解析のシステム化：東京湾簡易リスク評価モ

デルを開発し、公開に際しての運用マニュアルを作

成した。水系モデル（多摩川、関東平野、淀川水

系）の適用条件を明らかにし、全国の水系を対象と

する場合のモデルの操作性に関する条件整理を行い、

プロトタイプを構築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水系モデル、東京湾簡易リスク評価モデ

ル、TBT、ノニルフェノール 

 

［テーマ題目３］水圏生態リスク評価手法の開発（運営

費交付金） 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］東海 明宏、堀口 文男、宮本 健一、

林 彬勒、飯野 福哉、石川百合子、 

恒見 清孝 

［研 究 内 容］ 

１．平成15年研究計画 

 化学物質による生態系への影響をどのように評価し、

それを環境政策の中にどう位置づけるかが重要な研究

課題である。生物個体群存続という観点からの生態リ

スク評価は、これまでの科学的知見に基づいた も現

実的且つ合理的な考え方である。しかし、何を評価エ

ンドポイントにするか、どのように評価すべきかが大

きな研究課題となり、その実用的な評価手法は国内外

において未だに確立されていない。 
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 本研究では、既存の生態リスク評価手法を整理する

とともに、実用という観点から既存の有害性評価デー

タを効率的に活用できる種の感受性分析を生かしつつ、

生態系への影響を生物個体群の存続リスクにした評価

手法の開発を目指す。さらに、開発した手法を詳細リ

スク評価対象物質に適用しながら、手法としての汎用

性と有用性を検証するとともに、水圏生態リスク評価

手法を確立する。 

２．平成15年度進捗状況 

① 実用的評価手法の適用：Cd、ビスフェノール A、

塩素化パラフィン、Pb を対象として水圏の種の感

受性分析を行い、種の5%に影響を与えるレベルに

対する超過確率を定量化した。 

② 個体群評価手法の適用：H14年度に提案した個体

群評価手法をノニルフェノール、Co-PCB、TBT に

適用するとともに、個体群評価を実行可能なものに

するためのデータ整備手法や外挿手法についての検

討を行った。 

③ 個体群評価手法の検証：ノニルフェノールを対象

とした生態リスク評価において、提案した個体群評

価手法が実際の環境政策に生かすことの出来る手法

として確認された。また、種の感受性分析と個体群

評価を階層的に使う二段階評価手法についての提案

も行った。 

④ 手法の改善：密度依存性・環境変動等の実環境条

件を考慮した手法の検討と、内分泌かく乱物質に関

する影響評価手法の開発についての検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］生態リスク評価モデル、個体群評価手法、

感受性分析 

 

［テーマ題目４］トルエンの詳細リスク評価書の作成 

（運営費交付金、独立行政法人 新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)

受託研究） 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］蒲生 昌志、岸本 充生、小野 恭子 

［研 究 内 容］ 

１．平成15年度計画 

 トルエンは PRTR 法による届出によってもっとも

環境排出量の多い化学物質であることが分かった。日

本では事業所と住宅地が近接しているところが多いた

め、リスクコミュニケーションの観点からも、詳細な

リスク評価が望まれている。またトルエンは室内汚染

物質としても注目が集まっている。本研究では、トル

エンが現在、日本人全体に対してどのくらいの健康リ

スクをもたらしているのかを明らかにした上で、地方

自治体、事業者、市民の意思決定を支援することを目

的としている。 

 本リスク評価書の、諸外国のリスク評価書に見られ

ない特徴のひとつは、トルエン暴露による健康影響、

そのなかでもとくに神経行動影響を、用量反応関係お

よび生活の質（Quality of Life）指標を用いて定量的

に表すことを試みた点である。また、事業所からのト

ルエン排出削減対策の現状とその評価についての記述

を充実させたことも既存のリスク評価書との比較にお

いて本リスク評価書の特徴といえる。 

２．平成15年度進捗状況 

 詳細リスク評価書を作成するため、個々の項目に関

しては具体的には以下の作業を行った。 

(1) 基礎データの収集および解析 

・生産・使用・排出に関する公表データを収集し整

理した。 

・世界各国でこれまでに行われたリスク評価、排出

量推計などの事例を収集し、整理した。 

(2) 環境中濃度の推定 

・ PRTR データをインプットデータとして

ADMER モデルを使用して全国の5km メッシュ

排出量および大気中濃度を推計した。ただし、自

動車からの排出量については、コールドスタート

排出量および蒸発ガスを独自に推計し、通常の排

出ガスに加えた。 

・事業所からの排出量に、メッシュ内人口あるいは

近接小学校への距離などの指標を掛け合わせた指

標に基づいて、地域リスクが高いと予想される事

業所については、METI-LIS モデルを使って、事

業所周辺の大気中濃度分布を予測した。 

(3) 個人暴露量の予測 

・トルエンについては室内発生源を無視できないこ

とから、ADMER モデルで求めたメッシュごと

の大気中濃度に、比較的大きなばらつきを持った

室内発生寄与分を足すことによって、室内濃度の

分布を求めた。そして屋外室内生活時間比率で重

み付け平均することによって、個人暴露量の分布

を求めた。 

(4) 有害性評価 

・各国でまとめられた有害性評価の結果をレビュー

した。とくに、ヒト疫学研究に関しては、公表さ

れている一次文献をすべて収集し、採用されたエ

ンドポイントごとに整理した。また、可能なもの

については、用量反応関数を導出した。 

・自覚症状のあるエンドポイントについては、生活

の質指標を用いて健康リスクを定量的に表現する

ことを試みた。 

(5) リスク評価 

・個人暴露量の分布と用量反応関数を用いて、トル

エンによる健康影響の総体を定量的に表現するこ

とを試みた。 

(6) リスク削減対策 
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・事業所については、環境排出量を削減するための

工程内対策およびエンドオブパイプ対策の動向お

よび可能性について、業界ごとに詳細に検討した。 

・主にトルエンを溶剤として使用している事業所か

らの排出削減技術の選択をモデル化し、その経済

性についてモデルプラントを想定して詳細に検討

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］詳細リスク評価書、トルエン、生活の質 

 

［テーマ題目５］コプラナーPCB の詳細リスク評価書

の作成（運営費交付金、独立行政法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)受託研究） 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］蒲生 昌志、小倉 勇、吉田喜久雄 

［研 究 内 容］ 

１．平成15年度計画 

 コプラナーPCB(Co-PCB)は、PCB の一種である

が、その毒性の点からダイオキシン類の一種ともみな

され、PCB、ダイオキシン類の両方の社会問題に係

わる関心の高い物質である。本研究では、Co-PCB に

関する行政、企業、市民の理解や意思決定に役立つ基

礎情報の提供を目的として、発生源、環境濃度、暴露

量、体内濃度、毒性影響、ヒトのリスク評価、生態リ

スク評価、対策の社会経済評価など、多岐にわたる分

野を包括的に纏めた Co-PCB の詳細リスク評価書を

作成する。Co-PCB は環境残留性かつ高蓄積性の物質

であるため、様々な環境媒体の考慮と、その経年的な

残留性・蓄積性の評価が必要とされる。リスク評価手

法の実例の提示は、他の類似物質（POPs）の評価の

参考にもなる。当リスク評価書は、日本の汚染状況や、

生活習慣、産業構造などを考慮した、我が国独自のリ

スク評価書であり、その包括的かつ解析的な内容は今

までにないものである。また、個々の解析は、学術的

に国際レベルの解析を行っている。 

２．平成15年度進捗状況 

(1) 基礎データの収集・要約 

・物性値、PCB 製品の生産／使用／保管／廃棄状

況等、各種測定データ、社会的背景（問題や対

策）など基礎データを収集・要約した。 

(2) 発生源解析 

・環境濃度、食品濃度、ヒト体内濃度、生物濃度な

どの経年変化に関する各種測定データをまとめ、

その傾向から、発生源・排出量の傾向を異性体別

に推定した。また、ローカルな汚染事例について

まとめ、発生源/排出量に関する基礎情報とした。 

・PCB 製品の生産量／使用量の年次推移、使用／

保管／廃棄状況などから、Co-PCB の環境排出量

の年次推移を推定した。 

・燃焼系発生源および産業系発生源について、近年

のインベントリー調査およびごみ焼却量や焼却炉

数の年次推移などから、Co-PCB の環境排出量の

年次推移を推定した。 

・農薬の不純物として含まれる Co-PCB について、

農薬の使用状況および含有濃度の報告値より、

Co-PCB の環境排出量の年次推移を推定した。 

・多変量解析手法（因子分析やケミカルマスバラン

ス法等）により、既報の環境データから、異性体

組成を基に、Co-PCB の発生源・排出量を推定し

た。 

・大気中 PCB の濃度変動を、主成分分析や重回帰

分析により解析し、気温との相関などから、揮発

由来の発生源とそれ以外の発生源の各寄与を推定

した。 

(3) 環境動態および環境濃度の推定 

・異性体ごとの物性の違いを考慮し、日本の環境に

あわせたマルチメディアモデルを作成し、(2)で

得た予測排出量をもとに、各環境媒体（大気、土

壌、水、底質）中の広域平均濃度の経年変化を計

算した。 

(4) 暴露量の予測 

・既存の食品測定データ、(2)の発生源解析により

得られた知見を参考にし、食品中 Co-PCB 濃度

の変遷を推定した。さらに、世代別の食品摂取状

況の年次推移を考慮し、食品経由の Co-PCB 暴

露量の変遷を推定した。 

(5) 体内動態および体内濃度の予測 

・ヒト体内における動態について既存の報告をまと

めた。 

・食品経由の Co-PCB 暴露量および体内濃度の測

定データから、定常状態を仮定した場合の体内半

減期を推定した。 

・異性体ごとの体内動態の違い、世代別・年齢別の

食品摂取量や体重／体脂肪量等の変化を考慮した、

非定常の体内動態モデルを作成した。体内半減期

の個人差および体内半減期の成長に伴う変化につ

いて考察した。 

・Co-PCB 摂取量の経年変化（(4)で推定）を基に、

非定常のモデルシミュレーションにより、一般的

なヒトの体内半減期、母乳中濃度の年次推移、授

乳に伴う乳児への Co-PCB の移行の寄与、世代

別年齢別の体内濃度を推定した。 

(6) 影響の深刻度の評価 

・毒性影響データ及び各国の耐用一日摂取量の決定

に関する報告をまとめた。 

(7) リスクの算出と記述 

・毒性影響の生じる 小体内負荷量と、(5)で得た

結果を比較し、リスクの大きさを世代別年齢別に
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算出した。 

(8) 排出抑制対策のリスク削減効果と社会経済的分析 

・一般廃棄物焼却施設を対象に、ダイオキシン特別

措置法等の一連の規制に伴う対策費用について、

アンケート調査を行い、費用効果分析を行った。 

(9) 生態リスク 

 環境生物に対する Co-PCB 有害情報の整理し、

リスク評価に用いるベンチマーク濃度および用量反

応関係を決定した。国内の野生生物における Co-
PCB の蓄積レベルをまとめ、生態系の上位に位置

する魚食性鳥類を主な対象に生態リスク（ハザード

比、個体レベル、個体群レベル）の計算を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］詳細リスク評価書、Co-PCB 

 

④【フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センタ

ー】 
（Research Center for Developing Fluorinated 

Greenhouse Gas Alternatives） 
（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：山辺 正顕 

副研究センター長：関屋 章 

総 括 研 究 員：関屋 章 

 

所在地：つくば中央第5-2 

人 員：15（14）名 

経 費：244,448千円（172,680千円） 

 

概 要： 

 本研究センターはオゾン層の破壊や温暖化などの地球

環境問題解決のために、CFC 等の も重要な対策とし

て位置付けられる代替物の開発を集中的に遂行する公的

研究機関として、科学的知見を集積しつつ政策に反映す

る対策技術を提案することをミッションとする。 
 終的な目標は、京都議定書において規制対象とされ

た HFC、PFC、SF6等のフッ素系温暖化物質の代替化

合物開発を通して、環境と人間社会の共存を可能にする

持続可能社会の構築に貢献することにあるが、中期計画

では 重点課題として、温室効果ガス排出の 小化を目

的とする、フッ素系温暖化物質代替物の総合的評価指針

の確立を掲げている。 
 フッ素化合物の環境影響評価・安全性評価、特性評価

ならびに合成法等の要素技術の抽出・深化を通して、総

合的な新評価指針を確立し、それに基づく 適な代替化

合物の選択・実用化を目指す。 
 夫々の要素技術の専門家からなるチームとして、評価

チーム、分子設計チームおよび合成チームの3チームを

設置し、これらの融合的連携の下にオゾン層破壊・地球

温暖化対策技術研究を重点的に遂行する。 

 評価チームが主として担当する、代替候補化合物の環

境影響評価、安全性評価、特性評価およびこれらの評価

手法の開発、分子設計チームが主として担当する、計算

化学的手法による代替候補化合物の環境影響因子の解析

や特性評価、合成反応の解析、ならびに合成チームが主

として担当する、代替候補化合物の合成技術開発を通し

て、総合的な評価指針を確立する。 

--------------------------------------------------------------------------
外部資金： 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費「ミ

ニマム・エナジー・ケミストリ研究開発（中項目：高効

率冷媒合成・利用技術）」（48,204千円） 

 

発 表：誌上発表17（16）件、口頭発表41（9）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
評価チーム 

（Team of Evaluation） 
研究チーム長：徳橋 和明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 代替候補化合物の選択に必要な各種評価に関する要

素技術の抽出を通して、総合的な評価指針の確立を目

指す。OH ラジカルとの反応速度定数や特性評価につ

いては信頼性の高いデータの蓄積を図るとともに測定

手法の高度化を図る。大気中に置ける代替化合物の分

解挙動に関する測定法を検討し、分解生成物の環境に

及ぼす影響を把握するとともに、これらの結果を用い

て気候変動に及ぼす効果を明らかにする。安全性評価

についても、爆発限界等の燃焼性指標の測定とその測

定手法・予測方法の開発に注力し、総合的な燃焼性指

標の構築を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

分子設計チーム 

（Team of Molecular Design） 
研究チーム長：関屋 章 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 代替物の選択指針を考える上での重要課題の一つと

して、環境影響因子を明確にすることが求められてい

る。また、代替物の選択の幅を広げるためには、化合

物の合成法の改良や探索が必要とされている。これら

の研究開発を支援するための計算化学的解析手法を高

度化し、総合的な評価指針の確立に資するとともに、

代替化合物の研究開発に際して、計算化学的予測・推

算方法を実用的ツールとして利用することを目指して

いる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目
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３ 

合成チーム 

（Team of Synthesis） 
研究チーム長：田村 正則 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 代替候補化合物の選択のための要素技術の抽出検討

に必要な化合物のタイムリーな提供を目指し、合成反

応の効率化のための新規なフッ素化反応などフッ素化

合物の合成技術を開発する。有力な代替物候補と考え

られる化合物については、実用化を前提とした省エネ

ルギー型の合成方法の開発を目指す。また新規なフッ

素化反応など、新しい合成反応を開発することにより、

新規な候補化合物の提案に資する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］総合評価指針の確立 

［研究代表者］関屋 章（フッ素系等温暖化物質対策テ

クノロジー研究センター） 

［研究担当者］杉江 正昭、内丸 忠文、（以上分子設

計チーム）、徳橋 和明、近藤 重雄

（以上評価チーム）、田村 正則（合成

チーム）、池田まなみ（総括研究員付）

（職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 【研究の目的】フッ素化合物の環境影響評価、安全性

評価、特性評価ならびに合成法等の要素技術の研究を通

して、持続可能社会の構築に資する総合的な新評価指針

を確立し、それに基づく 適な代替化合物の選択・実用

化を目指す。本課題では、要素技術を統合し、目標に合

致した新評価手法を構築し、 終的には も優れた代替

物を見出すことで社会に貢献する。 

 【研究手段、方法論】総合評価指標として省エネルギ

ー・温暖化指標の基本構成を作り上げる。温暖化効果の

表示方法として、二酸化炭素の100年値を基準値“1”と

して温暖化を評価する手法（IWE: Integrated Warming 
Effects）を提案してきた。この手法の肉付けと、妥当

性、これを用いた評価を 新のものに更新する等を行い、

評価の方法論をより充実する。これら手法が確立されて

きた段階で、発表などを通じて外部への提供を行う。ま

た、持続可能社会の構築に向けた総合評価指標を構成す

る他の要素技術の検討に着手して、代替物の方向を明ら

かにしていく。 

 【年度進捗】総合評価指標として省エネルギー・温暖

化指標の基本構成を決定した。先に提案した積算温暖化

効果（IWE: Integrated Warming Effects）に基づき本

年度は以下について進捗した。1）IWE の各化合物の表

を作成し公表した。2）新しい評価指標 ITWE (Integrated 
Total Warming Effects)の充実と、LCCP(Life Cycle 

Climate Performance)に代わる新評価 SCP (Sustainable 
Climate Performance)を新規に考案し、それによる省

エネルギー・温暖化の評価を試みた。これらを用い以下

の評価を行った。1）半導体 CVD クリーニングガス評

価。2）冷媒の SCP 評価を行った。3） 新データなど

から発泡剤の ITWE，SCP 評価。4）洗浄剤を ITWE
で評価。さらに、総合評価を目指し、1）安全性評価の

現実的な評価手法として RF2ファクターを提案。2）総

合評価手法に必要な温暖化以外の評価項目の選択と調査。

3）温暖化評価要素技術等についても検討に着手した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］代替物、総合評価指標 

 

［テーマ題目２］環境影響・安全性評価に関する要素技

術 

［研究代表者］徳橋 和明（フッ素系等温暖化物質対策

テクノロジー研究センター評価チーム

長） 

［研究担当者］田中 克己、忽那 周三、陳 亮、 

高橋 明文、滝澤 賢二、大竹 勝人、

中澤 宣明、今須 良一、近藤 重雄

（以上評価チーム）、関屋 章、 

杉江 正昭、内丸 忠文、深谷 治彦、

A. El-Nahas（以上分子設計チーム）、

田村 正則（合成チーム）（職員14名、

他2名） 

［研 究 内 容］ 

 【研究の目的】フッ素化合物の環境影響評価、安全性

評価、特性評価等の要素技術の研究を通して、持続可能

社会の構築に資する総合的な評価を行い、それに基づく

適な代替化合物の選択・実用化を目指す。本課題では、

総合的な新評価指針の確立に必要な個々の要素技術、す

なわち、フッ素化合物の環境影響評価、安全性評価、特

性評価に係わる要素技術を抽出し、その測定法・推算法

の開発と高度化、及び信頼性の高い評価データの蓄積を

行う。 

 【研究手段、方法論】OH ラジカルとの反応速度の測

定については、データの信頼性に重点を置いて測定を進

める。予測手法については、MP-SAC2法の適用範囲の

拡大に取り組む。二次環境影響評価については、含フッ

素ぎ酸エステルと OH の反応速度の測定、及び含フッ

素ぎ酸エステルの生成・単離を行い、ヘンリー定数と加

水分解速度定数の測定を行う。予測手法については、

種々の因子を考慮して予測精度の向上に取り組む。燃焼

性評価については、新たな指標の提案を目指す。また、

可燃限界の測定値の見直しを通して、予測精度の向上に

取り組む。燃焼速度の測定に関しては、広範な代替物に

適用可能な測定法の検討を行い、HFC 等の測定を開始

する。 

 【年度進捗】代替物として期待されている、CHF2 
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CF2OCHF2等と OH ラジカルとの速度定数から GWP
値を求めた。MP-SAC2法による環状化合物の反応性予

測、及びニューラルネットワーク手法による反応性予測

を行い、これらが有効なことを明らかにした。反応分子

間における会合体形成や加水分解反応に対する水分子の

二量体の関与等を考慮に入れた解析を行い、これらの影

響を明らかにした。二次環境影響評価では、CF3CF2OC 
(O)H 等と OH ラジカルとの反応速度を得ると共に、

CF3OC(O)H の生成・濃縮法の開発と、CF3OC(O)H
のヘンリー定数と加水分解速度定数の測定の目処を得た。

また、含フッ素ぎ酸エステルの電子状態や配座エネルギ

ー等ついて解析を行い、予測の目処を得た。新しい燃焼

性評価指標として、RF2を提案した。RF2で必要な可燃

限界の実測値の見直しを行い、可燃限界の予測精度の向

上に取り組んだ。また、HFC-32等の燃焼速度の測定を

行い、燃焼速度と濃度の関係を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］フロン代替物、環境影響、大気寿命、燃

焼性 

 

［テーマ題目３］フロン代替物の合成に関する要素技術 

［研究代表者］田村 正則（フッ素系等温暖化物質対策

テクノロジー研究センター合成チーム

長） 

［研究担当者］松川 泰久、権 恒道、水門 潤治、 

阿部 隆、楊 会娥（以上合成チーム）、

関屋 章（分子設計チーム）、 

徳橋 和明（評価チーム） 

（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 【研究の目的】フッ素化合物の合成法等の要素技術の

研究を通して、持続可能社会の構築に資する総合的な新

評価指針に基づく 適な代替化合物の選択・実用化を目

指す。本課題では、フッ素化合物の合成技術の開発を通

じて研究に必要なフッ素化合物を合成する。有力な代替

物候補化合物については、新たな合成方法を検討して効

率的な合成方法の開発を目指す。 

 【研究手段、方法論】代替物合成に必要な合成技術と

してフッ素化法と含フッ素ビルディングブロックを用い

る合成法を検討する。フッ素化法としては触媒フッ素化

を中心に検討する。これまで多孔性フッ化物塩を用いる

触媒・担体の開発を進めてきたが、表面積の向上など、

より優れた触媒の開発に向け検討し、触媒フッ素化反応

の高効率化を目指す。含フッ素ビルディングブロックを

用いる合成法は主に代替候補 HFE の合成について検討

してきたが、高効率化を目指して選択性、収率の向上を

図るとともに、新たな合成法についても検討する。また、

代替候補化合物の既存の合成法について調査を行い、そ

の結果を踏まえ、代替物合成の効率化に向けた検討に取

り組む。 

 【年度進捗】多孔性金属フッ化物塩を調製する新たな

方法を見いだし、従来にない大きな表面積を持つ金属フ

ッ化物塩を得ることができた。これを用いた触媒は気相

フッ素化において優れた活性を示し、代替物の HFC 合

成を検討した結果、同様の組成を持つ従来の触媒と比較

してより高い選択率及び転化率で HFC を合成できた。

含フッ素ビルディングブロックを用いる合成法として、

HFPO を用いる無溶媒無触媒での ROCH2F 型エーテル

の合成、遷移金属触媒を用いる中性条件下でのヒドロア

ルコキシ化による HFE 合成、RORf 型エーテル合成に

おけるフッ素化の収率の向上を達成した。また、フッ素

系環状化合物について、より工業化に適した新規合成法

を見いだした。さらに、候補化合物の HFC、HFE など

について既存の合成法を調査し、その合成ルート、反応

データをとりまとめた。これらの結果を踏まえて合成法

改善の検討を開始し、2種類の HFC について、これま

で開発した触媒を用い工業化レベルの効率的合成に目処

を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］代替物、フッ素化触媒、合成 

 

⑤【ライフサイクルアセスメント研究センター】 
（Research Center for Life Cycle Assessment） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究センター長        ：稲葉 敦 

副研究センター長：匂坂 正幸 

総 括 研 究 員：匂坂 正幸（兼） 

 

所在地：つくば西事業所 

人 員：10（9）名 

経 費：236,243千円（81,310千円） 

 

概 要： 

 ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment 
：LCA）は、製品やサービスの環境への影響を評価

する手法です。対象とする製品を産み出す資源の採掘

から素材の製造・生産だけでなく、製品の使用・廃棄

段階まで、ライフサイクル全体を考慮し、資源消費量

や排出物量を求め、その環境への影響を総合的に評価

します。 

 この評価方法の特徴は、製品のライフサイクルでの

物やエネルギーのやりとり（連鎖）を考えることと、

その結果生じる環境負荷を考えることです。 

 LCA は、製品の環境調和性を評価する手法として

国際規格化（ISO-14040-43）され、すでに多くの企

業などで広く活用されています。また 近では、製品

システムの評価だけではなく、道路などの社会的イン

フラストラクチャー、エネルギーシステム、廃棄物処

理など社会的システムに対しても LCA が適用され、
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環境負荷の小さい街や地域、社会の実現に向けた試み

が始まっています。 

 当研究センターでは、「持続的な発展をめざし、環

境負荷の小さい社会の実現に貢献するために、LCA
の普及、発展のための研究を進めること」を目標とし

て、次の3つの研究チームを構成して研究開発を行っ

ています。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

社団法人産業環境管理協会「製品 LCA の分析手法とデ

ータ開示方法の検討及び3R-LCA 手法の開発」 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化技術開発等委託

費「エネルギーシステム総合評価基盤技術研究開発」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費「LCA 手法によ

る地球温暖化対策設計ツール開発に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）「屋内外熱負荷低減効果の数値シミュレー

ションモデルによる検証」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）「産業における環境効率・資源生産性評価

手法の開発と適用に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）「LCA による日本からの使用済み自動車及

び部品の適切な使用・再資源化システムの設計」 

 

経済産業省 リサイクル推進課 石油代替エネルギー導

入促進対策調査等委託費「容器包装リサイクルによる環

境負荷調査研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「被害量算定による

総合的影響評価手法の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「二

酸化炭素固定化・有効利用技術等対策事業 製品等ライ

フサイクル二酸化炭素排出評価実証等技術開発 インパ

クト等 LCA の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「二

酸化炭素固定化・有効利用技術等対策事業 製品等ライ

フサイクル二酸化炭素排出評価実証等技術開発 地域産

業に係る LCA 手法の研究開発」 

 

発 表：誌上発表32（24）件、口頭発表123（35）件、 

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 

LCA 手法研究チーム 

（LCA Methodology Research Team） 
研究グループ長：伊坪 徳宏 

（つくば西事業所） 

概 要： 

 環境影響を極力低減化した社会の構築に向けて、企

業の社会的責任（CSR）が問わているとともに、多

くの先駆的企業が既にトリプルボトムラインを主眼に

おいた経営活動を開始しています。環境経営を継続的

に行うためには、環境・経済・機能全ての側面のバラ

ンスを考慮した製品設計を行うことが求められていま

す。現在、それぞれの側面について分析評価するため

のツール開発研究が行われていますが、製品設計の実

務レベルに達するほど手法論やデータベースが確立さ

れていないので、その結果これらのツールが社会に浸

透するに至っていないのです。LCA 手法研究チーム

では、環境側面を評価するツールとして LCA と

LCIA を、経済側面の評価ツールとして LCC を、機

能側面を分析するツールとして QFD に注目し、これ

らの手法論とインフラストラクチャの構築に向けた検

討を行います。また、研究活動を通じて得られた成果

は、技術指導・ワークショップ・文書発行等を通じて、

実務者への情報公開と迅速な利用普及を図ります。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４ 

 

地域環境研究チーム 

（Regional Environment Research Team） 
研究グループ長：八木田浩史 

（つくば西事業所） 

概 要： 

 （研究目的） 

 キーワードとして地域を含む環境に関する研究を幅

広く実施し、環境負荷の小さい社会を実現する地域政

策の策定に LCA を活用する手法を開発します。 

 （研究手段） 

 具体的な地域をいくつか選定して、インフラ整備の

基礎となるエネルギー需給構造の変動に関する研究、

地域エネルギー供給システムに関する研究、長期的視

野を必要とするエネルギー技術評価、廃棄物処理に関

する研究を実施します。これらの検討を通じて地域エ

ネルギー供給検討ソフトウエアなど具体的な政策評

価・設計が可能な手法として具体化します。 

 （方法論） 

 ライフサイクルアセスメント評価手法に地理情報シ

ステム（GIS）などの空間情報を融合させることによ

り、物質・エネルギーの空間的な循環状況を予測・解

析する手法の開発に着手しました。 

 分散型エネルギー供給を含む各種エネルギー供給シ

ステムについて情報収集を行い、将来の 適なエネル
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ギー供給システム構成の検討に必要となる技術情報を

整理しました。また地域の需要特性を考慮したエネル

ギー供給の評価について、検討を行います。地域エネ

ルギー供給システムを検討するソフトウエアとその入

力条件となる地域民生エネルギー需要を与えるための

データベースの開発を行いました。 

 太陽光発電の研究開発や導入助成に関して費用効果

分析を行い、資源配分の妥当性を検証します。

MARKAL モデルを用いてわが国のエネルギーシステ

ム分析を行い、太陽光発電やクリーンエネルギー自動

車の技術開発の目標設定、導入普及のための補助金制

度等のあり方を検証しました。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

環境効率研究チーム 

（Environmental Efficiency Research Team） 
研究グループ長：田原 聖隆 

（つくば西事業所） 

概 要： 

 （研究目的） 

 生産と消費のパターンを持続型なものに変化させる

ことによる環境負荷の削減を目指し、LCA 手法の応

用研究として社会的受容性を考慮に入れた新しい環境

効率指標を開発します。また、主な製品群の LCI デ

ータベースの構築を図ります。加えて、様々な製品群

のインベントリ分析を実施します。 

 （研究手段） 

 環境効率指標の骨格形成に平行して、消費者受容性

研究、グリーンエネルギー研究を通して、消費者の製

品の受容性や環境対策の負担の考え方を分析します。

終的には、製品／企業／産業／国レベルでの環境効

率指標の確立、環境対策を評価できる指標の確立を目

指します。 

（方法論） 

 企業の環境パフォーマンス評価手法の開発：企業の

環境対策のインセンティブになり得るような、各企業

で実施している環境活動の統一的な評価手法を開発し

ます。そのさきがけとして、経済的価値を分子に、

LCA 手法や産業連関表分析で求めた CO2排出量を分

母に置く、統一的な CO2効率指標の開発を提案しま

す。 

 製品・サービスに対する消費者の社会受容性定量化

手法の開発：消費者がどのような場面でどのような製

品・サービスをなぜ選択するのかを、消費者が重要と

考える要求項目をもとに予測するモデルの作成を試み

ます。 

 終消費とグリーン調達の検討：環境負荷を低減さ

せるための消費に関わる金銭的、あるいは生活行動上

の負担を含んだ意思決定の構造を分析し、家計部門の

エネルギー消費を主たる対象としてコスト負担のあり

方を分析します。 

 LCI データベースの構築と適用：LCA 実施におい

て基本となる境界条件を統一したバックグラウンドデ

ータを構築し、NIRE-LCA 用データパッケージとし

ます。また、LCA 手法を多くの産業分野に適用し、

その環境影響を明らかにすると共に、有効な意思決定

手法として確立し普及を図ります。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］LCA における環境影響評価手法と製

品開発のためのツールの開発 

［研究代表者］伊坪 徳宏（ライフサイクルアセスメン

ト研究センターLCA 手法研究チーム） 

［研究担当者］伊坪 徳宏、松野 泰也、稲葉 敦、 

八木田浩史、田原 聖隆、本下 晶晴 

（職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

(1) LIME 第一版の構築と NIRE-LCA ver.4のフレーム

ワーク構築 

 LIME(Life Cycle Impact Assessment Method 
based on Endpoint Modeling)の開発では、環境負荷

物質とカテゴリエンドポイントを関連づけたダメージ

関数の算定を完了すると共に、これらを保護対象や統

合化に集約する方法論を開発しました。これを通じて、

同手法開発の 終目的である、特性化、被害評価、統

合化のための係数リストを構築しました。信頼性や評

価結果の項目数等においてそれぞれ特徴の異なるリス

トを公表することで、多様な LCA の目的に対応する

ことを可能にしました。 

 20件を超える研究発表を SETAC やエコバランス国

際会議等などにおいて行うことにより、LCIA 研究に

おける国際的イニシアティブを獲得することができま

した。また、LIME の早期普及を図るため、計五回に

わたり（人間健康（参加者111人）、生物多様性（110

人）、一次生産（102人）、社会資産（93人）、統合化

（6/16開催、169人））ワークショップを開催しました。

LIME における影響評価の考え方とその利用方法につ

いて説明すると共に、参加者からの要望を受け、

LCA 実施者のニーズにできる限り対応することに努

めました。 

 LIME における統合化は、製品評価のみならず、環

境効率や環境会計においての活用が注目されています。

企業による LIME を用いた環境経営評価への適用を

支援し、LIME の早期普及につなげるべく、日経 BP
社と協同で LCIA 特別研究会を設置しました。計20

社が自社製品・経営評価を実施し、その結果は外部報

告会（200人）にて発表されました。同研究会の活動

を通じて LIME を実用に耐えることを確認すること

ができました。 

 LCA の普及促進のために、LIME を搭載した LCIA
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の実施のほか、リサイクル・リユースモデルを導入し

たソフトウェア（NIRE ver.4）の開発を進めていま

す。英語バージョンも同時に開発中です。 

(2) LCC による製品の経済的側面の評価の実施 

 省エネルギーや省資源による費用の軽減効果だけで

なく、環境影響の低減による社会的効果を表現するた

めに LCC(Life Cycle Costing)が注目されていますが、

具体的な検討事例は少ないのです。 

 そこで、2003年度は LCC の実例の積み上げを念頭

置き、既存の冷蔵庫の LCA 結果に本研究課題で開発

した LIME を適用した LCC の事例研究を実施すると

ともに、パソコンを対象として企業と連携した事例研

究を実施しました。また、長野県工業試験場が立ち上

げた LCC 実施の作業部会（五社、十名）を指導し、

その成果は日本信頼性学会奨励賞を受賞しました。 

 これらの成果は世界的にも着目され、昨年 SETAC
で結成された LCC 作業部会での LCC のガイドライ

ンの作成に、参考事例として参照されることになって

います。 

(3) 製品機能と環境側面を評価する QFDE 手法開発と

中小企業での活用 

 滋賀県工業技術総合センターで実施したセミナーで、

2002年度までに開発された QFDE のマニュアルおよ

びソフトウエアを使用する実験を行いました。その結

果、QFDE そのものの有効性については概ね賛同が

得られ、マニュアルとソフトウエアも実用に耐えるこ

とが判明しましたが、製品開発の全体の流れにおける

QFDE の位置づけを説明する教材が必要なことが明

らかになりました。そこで、2003年度下半期において、

LCA を含む製品開発の流れを示す教科書を作成しま

した。 

 また、2004年3月に行われた「持続可能な消費国際

ワークショップ」において QFDE のセッションを企

画し、QFDE 研究の国際的ネットワークの基礎を築

きました。さらに、海外技術者センターが実施したタ

イ国からの研修生セミナーで QFDE の実施指導を行

うなど発展途上国への QFDE の概念の普及にも努め

ています。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCIA, LIME, NIRE-LCA, LCC, FCA, 
QFDE 

 

［テーマ題目２］インベントリデータの収集と LCA の

普及 

［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 

［研究担当者］匂坂 正幸、稲葉 敦、伊坪 徳宏、 

田原 聖隆（職員4名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

(1) インベントリデータ収集 

 LCA ソフトウェア「NIRE-LCA」に搭載されてい

るバックグラウンドとなるデータに関し、今期は自家

発電の評価を的確に取り込んだデータとして見直しを

行いました。また、それらデータの廃棄物処分につい

ても考慮に加え、データ全体の質の向上を完遂しまし

た。その成果として､化学製品に続き、インベントリ

データ集2篇目となる鉄鋼製品データ集をとりまとめ

ました。 

 さらに、これらのインベントリデータ収集・分析の

経験や知識の蓄積を基に、経済産業省 LCA プロジェ

クト（2003年3月終了）および製品環境情報「エコリ

ーフ環境ラベル」で使用するデータのチェックを行い

ました。これらの活動により、我が国で実施される

LCA の質の向上に貢献しています。 

(2) ワークショップ等の開催 

 LCA 関係研究の新たな展開、普及活動の一環とし

て、6つのワークショップ、会議を主催し、当センタ

ーの活動をはじめ、その分野の先導的な研究者ならび

に多数の参加者を集めて先端的な議論を行い、当該分

野を牽引する役を目指して活動をしてきています。 

(3) ライフサイクルアセスメント研究センターニュース

の発行 

 当研究センターの活動の概要、内外の LCA 関連の

行事、学会・会議参加報告などを掲載した電子メール

による「センターニュース」を本年度は15号を発行し、

478人（企業253、大学155、団体70）に送付しました。

また、海外向けのセンターニュースについては6号を

海外の約150人に送付しました。このニュースにより、

LCA に関する講演会等の情報、国際的な動向などを

広く伝え、LCA の普及と関係者のネットワーク作り

に貢献をしています。 

(4) 海外との協力 

 海外との協力については、(2)にあるワークショッ

プを通じて情報交換を推進しているほか、途上国を中

心とした個別の国や機関とも協力関係を継続していま

す。LCA の発展と、各国での LCA の普及、その制度

の確立に尽力してきた結果、長足の前進が得られてお

り、継続した活動に対する当センターへの期待も高い

です。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCA、普及、ワークショップ、インベ 

ントリデータ 

 

［テーマ題目３］LCA の産業・企業での活用方法に関

する研究 

［研究代表者］田原 聖隆（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター環境効率研究チーム） 

［研究担当者］田原 聖隆、野村 昇、稲葉 敦、 

匂坂 正幸、伊坪 徳宏 

（職員5名、他4名） 



研 究 

(42) 

［研 究 内 容］ 

(1) 環境効率指標の開発 

 環境効率指標は、製品・サービスの価値を環境負荷

量で除したものでありますが、分子を経済的価値、分

母を CO₂ 排出量にすることで、企業、産業の環境活

動を評価可能な指標の開発、企業評価における統一的

な評価手法の開発を実施できます。そこで、産業連関

表分析を用いて、各産業の上流の産業への遡及を考慮

した総 CO₂ 排出量、直接 CO₂ 排出量、間接 CO₂

排出量と生産額、付加価値、中間投入額のそれぞれの

比を「総 CO₂ 効率」、「直接 CO₂ 効率」、「間接 CO
₂ 効率」と定義して各産業の特徴を明らかにしました。

また、企業の環境報告書を基にした各企業の CO₂ 排

出量と有価証券報告書等に基づく総利益の比を対象企

業の「直接 CO₂ 効率」と定義しました。システムバ

ウンダリを考慮すると、企業の「直接 CO₂ 効率」は

産業の「直接 CO₂ 効率」と比較出来ます。ビール製

造、石油精製企業の様に、製品の大部分が一つの産業

部門に属している企業においては、産業の「直接 CO
₂ 効率」と良い一致が確認されました。加えて、多種

の製品・サービスを提供する企業の評価には、それぞ

れ製品、サービスの属する産業部門の CO₂ 効率の加

重平均を求めることで、各企業の環境効率指標の相対

的な比較が可能となることを提案し、ケーススタディ

を実施しました。今後、提案した手法のマニュアルを

作成し、企業の環境活動の評価に活用できるようにし

ます。 

(2) 消費者の受容性の研究 

 アンケートにより、行動の選択、その根拠なる要求

項目の重要度を調査し、選択肢の要求項目を工学的尺

度で評価することで、行動の選択肢が実際に選択され

る割合を推定しました。その結果、多くの行動では、

本手法により消費者の行動を推定することができるこ

とが分かりました。また、持続可能な消費のライフス

タイルを社会全体に普及させ、社会受容性を高める手

段を検討するため、アンケート調査を実施し、一般の

人々をクラスターに分類し、それぞれの行動と環境に

関する知識について分析しました。加えて、地球温暖

化対策推進大綱で期待されている国民の努力による

CO₂ 排出抑制対策について、国民の CO₂ 排出抑制

に対する受容性と、対策の実施に影響を与えている要

因をアンケートにより把握しました。 

 また、環境負荷を低減させると考えられる、日常生

活上での行動について、エネルギー技術の専門家を対

象に行った調査及び一般のひとを対象に行った調査に

ついて、データの詳細な分析を行いました。現在の行

動内容及び将来の可能性についての回答を分析し、行

動による生活全体の変更が必要な場合行動率が低くな

ることを確認しました。金銭的負担を伴う行動につい

ては、負担率、行動種別により行動率が有意に異なる

ことが観測されました。また、行動率について、中間

的な回答をする率についてひとつのパターンがあるこ

とを見いだしました。 

(3) 国際協力 

 国内外の「環境効率」「持続可能な消費」の具体的

な研究事例を収集するために、また本研究チームの研

究成果の報告のためにウイーン（ IIASA および

UNEP と共催）、パリ（UNEP と共催）、東京(UNEP
と共催)において国際ワークショップを開催しました。

東京ワークショップでは持続可能な生産と消費の研究

におけるキーワードを整理し、研究の枠組みを提示し

ました。既存の研究の問題点と今後の課題について、

国内外の研究者と共有化が図れたことが大きな成果で

あります。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境効率、持続可能な消費、社会受容性 

 

［テーマ題目４］LCA の地域での活用方法に関する研

究 

［研究代表者］八木田浩史（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター地域環境研究チーム） 

［研究担当者］八木田浩史、遠藤 栄一、玄地 裕、 

本下 晶晴、稲葉 敦、匂坂 正幸、 

伊坪 徳宏、田原 聖隆、野村 昇 

（職員9名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 地域施策を評価する LCA 手法の開発 
 「地域産業に係る LCA 手法調査」として NEDO
予算（公募）の獲得に成功し、2003年7月末より本格

的に取り組まれた課題です。廃棄物・未利用バイオマ

スの回収、再資源化システムや公共事業などのインフ

ラ整備による地域内外での環境影響を評価し、環境負

荷の少ないシステム・事業提案を可能とするツールの

開発を目標としています。 

 この関連プロジェクトでは、まず、廃棄物・未利用

バイオマスとして千葉県、岩手県の家畜糞尿、農産廃

棄物、食物加工残渣、間伐材の発生状況について、自

治体と共同して発生状況を調査し、1km メッシュの

地理データとして完成させました。また、堆肥化、メ

タン発酵、家畜飼料化、浄化処理といった、それらの

処理技術についてインベントリ調査を行い、環境影響

評価のための基礎データベースを作成するとともに、

再資源化により生産された二次製品の需要の調査とし

て、対象地域での堆肥、エネルギー、飼料の需要推定

を行いました。 

 いっぽう、三重県の特定の都市整備計画に対して、

土地造成、道路整備、商業施設建設といったインフラ

整備に伴う投入・排出のインベントリデータ作成を行

いました。それらのデータをもとに、整備計画内外で

の環境負荷を地理情報システム上で表現し、担当自治



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(43) 

体と実用性について協議を行いました。 

 これら独自に得られた結果を地理情報システムに載

せ、対象地域内の活動による地域外への環境負荷の定

量化を行いました。また、その地理情報システムを活

用した地域的な環境影響評価手法の開発、環境負荷軽

減に向けた 適化手法の適用について検討を重ねてい

ます。 

(2) 都市のエネルギー対策を評価する手法の開発 

 地域エネルギーの需要と供給の連関を考慮しながら

大都市環境とエネルギーの関係を検討します。具体的

には、顕在化している都市温暖化（ヒートアイランド

現象）への影響を考慮した省エネルギーシステムにつ

いて検討しました。 

 2002年度のコジェネレーションシステムに引き続き、

新エネルギー、省エネルギーシステムとして太陽電池

パネルのヒートアイランドに対する影響評価を行いま

した。具体的には、太陽電池パネルを建物屋上に設置

して太陽電池熱収支モデルを作成しました。作成した

太陽電池熱収支モデルを、これまで開発を進めてきた

都市ヒートアイランド、ビルエネルギー消費連成モデ

ルに導入し、大規模に太陽電池パネルが東京23区に導

入された際の影響について気温、エネルギーの面から

評価を行いました。その結果、現状の太陽電池パネル

性能では気温に対する影響は無視でき、冷房エネルギ

ー消費に関してはパネルの影の効果によって、 大

7%程度の削減が期待されました。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地域施策、ライフサイクルアセスメント、

ヒートアイランド 

 

⑥【パワーエレクトロニクス研究センター】 
（Power Electronic Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：荒井 和雄 

副研究センター長：大橋 弘通 

総 括 研 究 員：奥村 元 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：15（13）名 

経 費：1,205,736千円（693,403千円） 

 

概 要： 

 21世紀社会のエネルギー、情報、流通の基盤におけ

る電力エネルギーの重要性は増大していく。その有効

利用は、省エネ、新産業創出によるトリレンマ解決の

キーである。本ユニットは、SiC や GaN などのワイ

ドバンドギャップ半導体による革新的パワーデバイス

開発をもとに、電力エネルギー有効利用実現のキーと

なっているパワーエレクトロニクスの革新とそれによ

る大、中、小の電力の新たなネットワーク化の実現を

はかる。 

 その目標の達成のためには、上記の新規半導体のデ

バイス化には不可欠な「結晶－デバイスプロセスーデ

バイス実証」の一環研究開発を進める（結晶成長チー

ム、デバイス・プロセス1チーム、デバイス・プロセ

ス2チーム）と共に、新デバイスのパワエレ応用の促

進のもう一つのキーであるデバイス特性（低電力損失、

高温動作、高速動作）を生かせるパワエレ機器構成技

術（回路・実装・部品・材料）の開発を進める（スー

パーデザインチーム）。また、それらをシステムの電

力変換ノード組み込んだときの効果予測やそのための

性能仕様明確化を行う（スーパーノードネットワーク

チーム）。これら5つのチームが有機的に協同すること

によって、パワエレに革新をもたらす本格研究として

の目標を達成する。 

 平成15年度は重要課題として、ワイドギャップ半導

体の基盤である「単結晶作製技術」、「低オン抵抗を有

する SiCMOSFET の開発」、「エピタキシャル薄膜技

術に基づくデバイス化技術」の3課題を設定し、適時、

連携させながら運営した。パワエレ機器構成技術（ス

ーパーデザインチーム担当）については外部から招聘

研究員をチームリーダとして招き、急速な立ち上げを

図っている。システム化技術（スーパーノードチーム

担当）と合わせ、中期目標として基盤技術の構築をす

すめている。 

 常勤研究職員13名で、広い研究領域をカバーせざる

を得ないので、共同研究員及び併任研究員、ポスドク、

補助員等の非常勤職員、各種フェロー、連携大学院生

を活用して進めており、総勢約60名である。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

独立行政法人科学技術振興機構「InGan 系ヘテロ構造

のプロセス制御と機能発現」 

 

財団法人防衛技術協会「電気駆動用電力素子に関する研

究」 

 

財団法人新機能素子研究開発協会「平成15年度地域新生

コンソーシアム研究開発事業（超低損失 SiC 素子用超

高温、高速不純物活性化熱処理装置の開発）」 

 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費「超

低損失・省エネルギー型デバイスシステム技術研究開

発」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「原子力エレクトロ

ニクスのための半導体デバイス化技術に関する研究」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「窒化物ハイブリッド
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成長膜による低損失スイッチング素子」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「NxOy ガスへの紫外光照

射により生成した活性化窒素／酸素を用いた SiO2/SiC
界面形成技術」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「SiC 超低損失パワーデバ

イス実用化のための低温プロセス開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「高温触媒体により生成さ

れた水素／重水素ラジカルを用いた SiC MOS 界面及び

SiC 酸化膜の高信頼性化技術」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「エ

ネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有効利

用基盤技術先導研究開発 革新的省エネダイオードの研

究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「エ

ネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有効利

用基盤技術先導研究開発 省エネルギー電力変換器の高

パワー密度･汎用化研究開発 －パワー密度10倍ニーズ

に資する、オン抵抗1mΩ・cm2級の、理論限界に迫る

低損失パワーデバイスの開発－」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「情

報通信基盤高度化プログラム 窒化物半導体を用いた低

消費電力型高周波デバイスの開発」 

 

発 表：誌上発表25（24）件、口頭発表66（20）件、 

その他1件 

-------------------------------------------------------------------------- 
結晶成長・評価チーム 

（Bulk Crystal Growth Team） 
研究グループ長：西澤 伸一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 これまで課題とされてきた大口径化（4インチ）・高

品質化（マイクロパイプ密度低減）を数値解析・その

場観察等を駆使して達成し、多社から技術移転の要望

を受けた。しかしながら、真の実用化には現状の技術

のみでは不足である。国際的にみても、CREE 社

（米国）から既に3インチ高品質基板（マイクロパイ

プ密度数個/cm2）の基板が供給され、研究発表レベ

ルでは4インチ高品質基板、3インチでマイクロパイプ

密度がゼロ/cm2に近い基板まで報告されている。こ

のような状況の中で、真の SiC デバイス実現のため

には、更なる結晶欠陥の低減が求められており、各国

でしのぎをけずっている。この観点に立ち、当チーム

においても、SiC デバイスの真の実用化を支える基板

技術開発を展開している。結晶基板の高品質化のため

には、１）すでに存在する結晶欠陥の密度を低減させ

る技術、２）新しい結晶欠陥を発生させない技術、の

開発が必須である。これらに対して、これまで開発し

てきたその場観察技術（X 線トポグラフィ結晶成長そ

の場観察、数値解析）を駆使して、結晶欠陥の伝播形

態、結晶欠陥の発生原因、などを明らかにし、各々に

対する対策を検討している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

デバイスプロセスチーム1 

（Device & Process Team 1） 
研究チーム長：福田 憲司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 SiC パワーMOSFET は、絶縁破壊電界が Si の約

10倍であることから、素子を薄く、また、不純物濃度

を高くしても、高い破壊電圧が得られ、同じ耐圧のパ

ワーMOSFET で比較すると、オン抵抗値は、Si の約

1/200になると計算されている。しかし、オン抵抗値

は、コンタクト抵抗（金属と SiC の接触抵抗）、シー

ト抵抗（SiC 中の不純物の抵抗値）、チャネル抵抗

（チャネル移動度の逆数で、ゲート酸化膜と SiC 界

面の欠陥が多いと高い）、ドリフト／基板抵抗の合計

からなり、全ての各構成抵抗値とも Si よりも高いた

めに、実際のオン抵抗値は理論値よりもかなり大きい。

各構成抵抗のうち比重の大きいシート抵抗、コンタク

ト抵抗及びチャネル抵抗の低減について研究を行って

おり、これまでに、シート抵抗、コンタクト抵抗につ

いては、世界 小値である実際の使用上問題のない十

分に低い値を得ることに成功した。また、チャネル抵

抗については、耐圧にもよるが、チャネル移動度（チ

ャネル抵抗の逆数に比例）が、100cm2/Vs～200 

cm2/Vs 必要である。これについては、昨年度に

（11-20）面で200cm2/Vs 以上を達成したが、その後

の研究で、（11-20）面の絶縁破壊電圧は、Si（0001）

面、C（000-1）面の約70%であり、リーク電流も多

く、パワーMOSFET に用いることは困難であること

が判明した。Si（0001）面、C（000-1）面でのチャ

ネル移動度の向上が望まれており、今年度は C 面で

のチャネル移動度向上技術の開発を行った。また、パ

ワーMOSFET の実現には、チャネル移動度の向上だ

けでなく、高信頼性ゲート絶縁膜の開発も重要である。

Si のゲート絶縁膜と比較すると、Qbd（ゲート絶縁

膜が破壊するまでに流れる電流値）が約1桁低く、信

頼向上も不可欠である。SiC は、高温で使用できるこ

とが期待されており、昨年までに、200℃でのゲート
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絶縁膜の信頼性評価技術を確立した。今年度から、

200℃以上で使用電圧にて信頼性寿命10年を保証可能

なゲート絶縁膜の開発を加速する。さらに、これまで

の要素技術を集積化することにより、パワーMOSFET
を作製して、オン抵抗値が理論的限界値（600V～

1200V、オン抵抗値＜5mΩcm2）まで低減できること

を世界に先駆けて実証することを新規目標に掲げた。 

１）反転型チャネル移動度 

(1) C（000-1）面で反転型チャネル移動度127cm2/ 

Vs を達成（世界 高値） 

(2) NO アニールにより、Si（0001）面で反転型チ

ャネル移動度30cm2/Vs を達成（世界 高レベ

ル） 

２）ゲート酸化膜信頼性 

 エピタキシャル層の金属不純物を低減することに

より、信頼性寿命が約1桁向上することを示した。

Qbd（ゲート酸化膜が絶縁破壊に至るまでに流れる

電荷量）は、世界 高レベル。 

３）パワーMOSFET の作製／オン抵抗値の評価 

 MOS 界面にエピタキシャル層を用い、ドリフト

領域を 適化した DEMOS を作製することにより、

オン抵抗値：7.7mΩcm2（Vg＝20V）、8.5mΩcm2

（Vg＝15V）耐圧：600V を達成した。（世界 高

値） 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

デバイスプロセスチーム2 

（Device & Process Team 2） 
研究チーム長：奥村 元 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 パワーエレクトロニクスのための高性能低損失電力

素子開発のキーであるワイドギャップ半導体薄膜高品

質エピタキシャル成長技術を確立し、プロセス開発・

デバイス機能実証を通して低損失電力素子への展開を

図る。SiC については、六方晶の C 面／低オフ角等

の CVD 高品質高速成膜技術の高度化、また立方晶の

厚膜化自立基板上等へのエピタキシャル成長技術の成

果をもとに、デバイス機能への応用展開を図った。

III 族窒化物半導体では、CVD、MBE の2種の高度エ

ピタキシャル成長法を駆使して大電流ヘテロ構造素子

等を試作し、超高周波・低損失素子としての有効性を

実証した。また、ワイドギャップ半導体の評価に適し

た手法を開拓して、デバイス機能向上に資するウエハ

ー／デバイスの特性相関、成長時の欠陥低減機構の解

明を進めた。 

 六方晶 SiC エピ技術の成果は、デバイスプロセス

的に有利な低オフ角 C 面のデバイス応用への道を世

界に先駆けて開拓し、立方晶 SiC のデバイス機能実

証と共に、SiC テクノロジーの新たな展開を可能にし

た。窒化物半導体では、SiC、GaN テンプレート、

傾斜基板上 MBE 成長技術の進展や MIS プロセス、

MOCVD 技術の導入で、新たなアプローチである窒

化物半導体による低損失デバイス研究が本格化した。

ワイドギャップ半導体評価装置／手法の進展は、その

デバイス機能実現のための本質的課題解決に大きく資

するものである。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

スーパーデザインチーム 

（Power-Unit Super-Design Team） 
研究チーム長：荒井 和雄（センター長併任） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 SiC や GaN の超低損失素子の特長を生かした小

型・低消費電力の電力変換器（スイッチ、インバータ

など）を実用化するための基盤技術を開発する。その

ために、デバイス設計、回路、制御、実装技術の統合

設計基盤技術の確立の目処を立てた。 

 

スーパーノードネットワークチーム 

（Super-Node Network Team） 
研究チーム長：石井 格（電力エネルギー研究部門より

併任） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電力変換器等のパワーエレクトロニクスシステムお

よびそれを用いたネットワークの革新的な省エネルギ

ー化を図り地球温暖化の抑制に貢献することを目的と

する。シリコンに代わる新材料を用いた超低損失電力

素子の実現可能性が現実のものとなりつつあるので、

電力ネットワーク、電力機器の省エネ化を目指し、超

低損失電力素子を用いた電力変換器で結合したエネル

ギー利用効率の高いシステムを形成するためのネット

ワークに関する研究開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］SiC 単結晶基板作製技術の研究（運営

費交付金、外部資金） 

［研究代表者］西澤 伸一（パワーエレクトロニクス研

究センター結晶成長・評価チーム） 

［研究担当者］加藤 智久、八月朔日英二、和田 桂典 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 SiC を用いた電力素子の実用化のためには SiC 単結

晶基板の高品質化、大口径化、低コスト化が不可欠であ

る。結晶基板の高品質化のためには、１）すでに存在す

る結晶欠陥の密度を低減させる技術、２）新しい結晶欠

陥を発生させない技術、の開発が必須である。これらに

対して、これまで開発してきたその場観察技術（X 線ト
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ポグラフィ結晶成長その場観察、数値解析）を駆使して、

結晶欠陥の伝播形態、結晶欠陥の発生原因、などを明ら

かにし、各々に対する対策を検討している。これらを総

合技術として構築し、結晶欠陥密度を単調減少させるこ

とで、超高品質 SiC 基板作製の目処を立てた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭化ケイ素、結晶成長、単結晶 

 

［テーマ題目２］低オン抵抗を有する SiCMOSFET の

開発（運営費交付金、外部資金） 

［研究代表者］福田 憲司（パワーエレクトロニクス研

究センターデバイスプロセスチーム1） 

［研究担当者］田中 保宣、小杉 亮治、先崎 純寿、 

原田 信介、岡本 光央、加藤 真、 

稲田 正樹、鈴木 賢二、下里 淳、 

川崎 美和（職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 SiC パワーMOSFET を作製して、オン抵抗値が理論

的限界値（600V～1200V、オン抵抗値＜5mΩcm2）まで

低減できることを世界に先駆けて実証することを新規目

標として、プロセス統合を目指している。 

(1) 反転型チャネル移動度 

 C（000-1）面は、SiC の様々な面方位の中で酸

化速度が 大であり、MOSFET を作製するのに

も適した面であるが、動作させることが困難であっ

た。我々は、反転型で動作することを世界で初めて

示した。今年度は、さらに、127cm2/Vs の世界

高値を達成した。 

(2) ゲート酸化膜の信頼性 

 200℃での信頼性評価技術を確立した。200℃での

Qbd は、室温の約半分であることを確認した。ま

た、エピタキシャル層の金属不純物低減により

Qbd を一桁向上した。これは、世界 高レベルで

ある。 

(3) パワーMOSFET の作製／オン抵抗値の評価 

 DEMOS を Si（0001）面で作製し、オン抵抗

値：7.7mΩcm2（Vg＝20V）、8.5mΩcm2（Vg＝
15V）、耐圧：600V は、現時点での世界 高値であ

り、初めて10mΩcm2の壁を破り、Si の IGBT を下

回る値をユニポーラデバイスで達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC パワーMOSFET 
 

［テーマ題目３］ワイドギャップ半導体エピタキシャル

薄膜デバイス化プロセスの研究（運営費

交付金、外部資金） 

［研究代表者］奥村 元（パワーエレクトロニクス研究

センターデバイスプロセスチーム2） 

［研究担当者］高橋 徹夫、清水 三聡、沈 旭強、 

石田 夕起、児島 一聡、 

K. Jeganathan、八木 修一、 

B.-R. Shim、彦坂 憲宣、黒田 悟史、 

朴 冠錫、山本 由貴 

（職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 ワイドギャップ半導体をもちいたパワーエレクトロニ

クスのための高性能低損失電力素子開発のキーであるワ

イドギャップ半導体薄膜高品質エピタキシャル成長技術

を確立し、プロセス開発・デバイス機能実証を通して低

損失電力素子への展開を図る。 

 六方晶 SiC エピ技術の成果は、デバイスプロセス的

に有利な低オフ角 C 面のデバイス応用への道を世界に

先駆けて開拓し、立方晶 SiC のデバイス機能実証と共

に、SiC テクノロジーの新たな展開を可能にした。窒化

物半導体では、SiC、GaN テンプレート、傾斜基板上

MBE 成長技術の進展や MIS プロセス、MOCVD 技術

の導入で、新たなアプローチである窒化物半導体による

低損失デバイス研究が本格化した。ワイドギャップ半導

体評価装置／手法の進展は、そのデバイス機能実現のた

めの本質的課題解決に大きく資するものである。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超低損失電力素子、ワイドギャップ半導

体､窒化物半導体 

 

［テーマ題目４］超低損失素子利用ネットワーク技術開

発（外部資金） 

［研究代表者］石井 格（パワーエレクトロニクス研究

センタースーパーノードネットワークチ

ーム） 

［研究担当者］八尾 勉、近藤 潤次、山口 浩、 

村田 晃伸（電力エネルギー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 電力ネットワーク、電力機器の省エネ化を目指し、イ

ンテリジェントビル等のローカルエリア電力ネットワー

ク内の無停電電源設備、電力消費機器などを超低損失電

力変換器で結合し、エネルギー利用効率の高いシステム

を形成する場合の、システム構成とそこでの電力変換器

の仕様、および超低損失電力変換器の適用効果について

の研究開発を行う。 

 平成15年度は、分散電源や電力貯蔵と電力系統との接

続点に用いられる電力変換器に超低損失電力素子を適用

した場合の効果について、分散電源や電力貯蔵装置の種

別に応じた効果を定量的に明確にした。 

 具体的には、降圧チョッパと系統連系用インバータと

を取り上げ、SiC の適用効果を定量的に計算した。その

結果、Si 素子を用いたものに比べて損失が1/2～1/3に

低減できることと、 適搬送周波数が灼2倍になること

により小型化も実現できることを示した。またビル内の

配電システムへの適用についても検討し、損失低減効果

を定量的に示した。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ローカルエリア、電力ネットワーク、超

低損失電力素子 

 

⑦【生命情報科学研究センター】 
（Computational Biology Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究センター長        ：秋山 泰 

副研究センター長：諏訪 牧子 

総 括 研 究 員：浅井 潔、諏訪 牧子 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：18（16）名 

経 費：1,041,494千円（774,667千円） 

 

概 要： 

 生命情報科学（バイオインフォマティクス）は、ゲ

ノム配列からタンパク質分子の立体構造・機能、それ

らの細胞・組織・個体内での相互関係に至るまでの幅

広い生命現象を、情報論的な立場から取り扱う総合的

な科学である。当研究センターでは、バイオインフォ

マティクスの基盤となるアルゴリズムや情報表現手法

の研究から、多くの実験データを総合して生物学的な

事実を推論・予測するための情報処理システムの構築、

およびこれらを駆使した様々な生物ゲノムの網羅的解

析まで、幅広い研究活動を行っている。組織づくりに

際しては、学際的な協力を促進するようチームを構成

し、世界 大級の1040プロセッサの PC クラスタを活

用した大規模で網羅的な研究を行っている。 

 終的には生命現象を計算機上にモデル化し、信頼

度の高い計算機シミュレーションを実現することによ

り、生物学研究の新しい方法論を開拓することを目指

している。 

 重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

１）生命情報科学の基盤となる数理モデルの整備 

 確率モデル等の生命情報科学研究の共通基盤とな

る数理理論、アルゴリズム、および生命情報の高度

な格納、検索、演繹方式に関する研究を行う。 

２）大規模ゲノム配列から遺伝子領域および機能予測

技術の研究開発 

 ゲノム配列から精度良く遺伝子領域を決定し、遺

伝子がコードするタンパク質の構造や機能を含めた

総合的な解析を高速に行う手法を開発する。 

３）統計情報と物理計算の融合によるタンパク質立体

構造予測技術の研究開発 

 タンパク質立体構造予測のため、物理エネルギー

計算と統計的知識を融合した計算手法や、画像処理

技術に基づく立体構造推定の手法を開発する。 

４）細胞内生命現象の網羅的データ収集とシミュレー

ション技術の研究開発 

 細胞内の代謝ネットワークや遺伝子制御ネットワ

ーク等を解明するための情報解析手法や、それらの

統合的シミュレーションシステムを開発する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興事業団 さきがけ研究21 

「新規機能創製を目指した酵素蛋白質の立体構造・触媒

機構の系統的解析」 

 

財団法人化学・バイオつくば財団 国際研究集会発表参

加旅費助成 「Molecular Dynamics Simulations of 
Monomeric and Dimeric Human Prion Protein (Hu 
PrP) at Normal and Elevated Temperature」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 「ゲノムワイドな構

造・機能分類による膜蛋白質の機能理解：G 蛋白質共

役型受容体」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費 「産総研 生命情報

科学人材養成コース」 

 

発 表：誌上発表52（41）件、口頭発表102（27）件、 

その他6件 

-------------------------------------------------------------------------- 
アルゴリズムチーム 

（Algorithm Team） 
研究チーム長：後藤 修 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 配列のマルチプルアラインメントや相同性検索、相

同性に基づく遺伝子構造予測、選択的スプライシング

部位の予測とパターン分類など、ゲノム配列やアミノ

酸配列の比較解析を中心としたアルゴリズムとソフト

ウェアを開発している。ここで開発したソフトウェア

を用い、いくつかのゲノム上の主なファミリーについ

て全ての遺伝子を同定する試みを始めている。さらに、

適応度地形の解析を通じて、タンパク質や RNA の機

能改善に役立てることを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

数理モデルチーム 

（Mathematical Model Team） 
研究チーム長：浅井 潔 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 生命現象のメカニズムを解明するため、ゲノム配列

やタンパク質配列を中心とした生命情報の意味を数理

モデルを用いて研究している。確率モデル、グラフ理

論、探索アルゴリズムなどを利用して、配列情報、代
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謝・シグナル伝達ネットワークなどの解析へ応用する

ことも試みている。また、単に既存の理論を応用して

解析を行うだけでなく、確率モデル上のカーネル法な

ど、様々な対象に応用可能な新しい理論の開拓にも取

り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

配列解析チーム 

（Sequence Analysis Team） 
研究チーム長：Paul Horton 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 配列解析ソフトウェアの開発、モチーフ抽出アルゴ

リズムの開発、ゲノム・ゲノム間レベルでの大規模配

列解析を行う。分子の立体構造データやマイクロアレ

イ等による遺伝子発現データと配列データを組み合わ

せた新しい解析方法の開発も目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

生体膜情報チーム 

（Biomembrane Informatics Team） 
研究チーム長：諏訪 牧子 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 生体膜に関連するタンパク質を中心とし、ゲノムワ

イドの視点で機能メカニズムの理解を目指した研究と

その応用を行っている。（これらは細胞や細胞内各小

器官の機能、進化等を理解する上で重要で、創薬ター

ゲットとしても注目されている。）また、膜系に特化

したバイオインフォマティクスの研究を進め、膜タン

パク質全般や GPCR など特定ファミリーの構造・機

能・安定性解析、細胞内局在予測、比較ゲノム解析、

遺伝子構造解析などに取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

タンパク質機能チーム 

（Protein Function Team） 
研究チーム長：野口 保 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 タンパク質の立体構造および機能部位の解析・予測

を行うためのシステム開発とその応用研究を行ってい

る。例えば、酵素触媒機構、機能部位構造などタンパ

ク質機能に関するデータベースを構築し、構造と機能

の関係を解明する手法を研究している。また、様々な

要因で構造変化しているタンパク質を網羅的に抽出す

る手法の開発や分子動力学法計算などを利用したシミ

ュレーションによる機能発現のメカニズムの研究も行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

分子設計チーム 

（Molecular Modeling & Design Team） 
研究チーム長：広川 貴次 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 統計的解析を基本とした構造認識法や分子モデリン

グ法の開発、分子動力学計算法によるフォールディン

グ解析、タンパク質立体構造に基づくリガンド結合予

測や分子設計など、タンパク質立体構造に関する理論

的研究に取り組んでいる。研究によって生み出された

手法やソフトウェアシステムは、タンパク質立体構造

予測問題や創薬ターゲットタンパク質のモデリングお

よびドッキング計算を通じて、評価・改善を続けてい

る。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

細胞情報チーム 

（Cellular Informatics Team） 
研究チーム長：高橋 勝利 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 細胞内の生命現象のシミュレーションを目指し、代

謝経路や遺伝子制御ネットワークを解明するための手

法や応用に関する研究をしている。また、プロテオー

ム解析の支援のための解析システムの開発や、質量分

析装置の開発も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

大規模計算チーム 

（High Performance Computing Team） 
研究チーム長：秋山 泰 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 バイオインフォマティクス分野では、2年半ごとに

10倍ともいわれるデータベース容量の増加と、分子設

計や細胞内ネットワーク解析をはじめとする膨大な組

合せ探索問題の存在により、大規模計算能力の有無が

研究進展の鍵を握りつつある。10年後のパソコンは並

列化されて現在より2～3桁高速であろうとの予測に基

づき、バイオインフォマティクス・ソフトウェア向け

の並列化ライブラリの整備や、大容量メモリを活かし

た新しい設計思想に基づく応用プログラム開発を進め

ている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］「大規模ゲノム配列からの遺伝子領域

および機能予測技術の研究開発」 

［研究代表者］浅井 潔（生命情報科学研究センター  

数理モデルチーム長） 

［研究担当者］後藤 修、浅井 潔、Paul Horton、 
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矢田 哲士、相田 拓洋、長崎 英樹、 

上野 豊、津田 宏治、有田 正規、 

福田賢一郎、加藤 毅、金 大真、 

熊谷 俊高、渡邉 真也、相良 純一、 

藤渕 航、朴 根準、董 雪松 

（職員8名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

(1) DNA、RNA 等の配列情報と構造・機能・進化との

間の関連性を明らかにすることを目指し、情報科学、

生物物理学の観点からの配列情報解析、ならびにその

ための計算モデル、アルゴリズム、およびソフトウェ

アの開発を行う。 

(2) 生命情報の意味とそれに基づく生命現象のメカニズ

ムを解明するための数理モデルの研究、ならびに確率

モデル、カーネル法、探索アルゴリズム等の理論と、

配列情報、代謝・シグナル伝達ネットワークなどの解

析への応用を開拓する。 

(3) 配列解析ソフトの開発およびモチーフ抽出アルゴリ

ズムの開発、ゲノム・ゲノム間レベルでの大規模配列

解析を行う。さらに構造や発現データと配列データを

組み合わせた新しい解析方法の開発を行う。 

(4) ゲノム配列から精度良く遺伝子領域を決定し、遺伝

子がコードするタンパク質の機能を含めた総合的な解

析を高速に行う手法を開発する。 

 平成15年度の進捗状況は以下の通りである。 

・麹菌ゲノムの遺伝子発見、自動アノテーションを終了。

他の Aspergillus 属ゲノムとの比較ゲノムや、自動解

析システムの改良が進んでいる。 

・モチーフ抽出法、カーネル法等のソフトウェアによる

計算機実験が進展した。 

・マイクロアレイデータから共発現する遺伝子をクラス

タリングする手法を開発した。 

・選択的スプライシングを客観的に分類する手法を開発。

それに基づくヒトの選択的スプライシングデータベー

スを構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、遺伝子発見、確率モデル 

 

［テーマ題目２］「タンパク質構造予測および機能予測

技術の研究開発」 

［研究代表者］諏訪 牧子（生命情報科学研究センター 

生体膜情報チーム長） 

［研究担当者］諏訪 牧子、野口 保、広川 貴次、 

M. Michael Gromiha、向井 有理、 

本野 千恵、服部 恵美、水野 政彦、 

長野 希美、関嶋 政和、池谷 鉄兵、 

長谷川祐子、富井健太郎、池田 和由 

（職員8名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 生体膜に関連するタンパク質を中心として、ゲノム

ワイドな視点から機能メカニズムの理解を目指した研

究とその応用。タンパク質ファミリーの構造・機能分

類、構造安定性の計算、細胞内局在性予測の研究、比

較ゲノム解析、選択的スプライス産物の解析などに取

り組み、外部の実験研究機関等とも共同し、予測の実

験的検証、データベース化等を行う。 

(2) タンパク質の立体構造および機能部位の解析・予測

を行うためのシステム開発とその応用研究。酵素タン

パク質の立体構造分類、立体化学を考慮した触媒機構

を可視化したデータベース、タンパク質の機能部位の

立体構造を網羅した機能部位構造データベースなどを

構築する。またタンパク質の動的構造変化に基づく機

能発現のメカニズム解明を行う。 

(3) タンパク質立体構造に関する理論的研究。統計的解

析を基本とした構造認識法や分子モデリング法の開発、

分子動力学計算法によるフォールディング解析、タン

パク質立体構造に基づくリガンド結合予測や分子設計

システムを開発する。 

 平成15年度の進捗状況は以下の通りである。 

・G 蛋白質共役型受容体（GPCR）プロジェクト：G 蛋

白質結合選択性を予測するプログラムを目指し、配列、

GPCR 種の相関を解析。SEVENS（7本膜貫通型受容

体データベース）のデータを基にして GPCR 上の網

羅的 SNP 整理。 

・膜タンパク質構造、機能予測：細胞外膜に存在するβ

シート型膜タンパク質の構造特徴量を抽出し配列から

判別するシステムを開発し TMBETA-NET として

WEB 公開。 

・質量分析に基づく脂質定量データベースシステムの構

築：質量分析の結果から脂質種の同定・データ補正・

結果のビジュアル表示・データ蓄積などを実現するシ

ステムを構築中。 

・タンパク質機能予測：①TIM バレルのフォールディ

ングと安定性の研究。②タンパク質機能部位構造デー

タベース PROSITE と PDB を用いた DB の構築、③

タンパク質構造変化部位データベース PDB-REPRDB
を利用し、登録データの抽出を完了、WWW システム

の設計。 

・理論計算による機能メカニズムの研究および基盤整

備：①地球シミュレータにおける分子動力学シミュレ

ーションプログラムのベクトル化・並列化および複数

のタンパク質相互作用を考慮したシミュレーション環

境の構築。②分子動力学計算を用いた長距離相互作用

の計算方法など計算条件の検討。超好熱菌・好熱菌・

常温菌由来 cold shock protein のダイナミクスの比較。 

・タンパク質構造認識法に基づく立体構造予測システム

の開発：CASP5後、タンパク質立体構造認識法に基

づく予測システム FORTE1は、LiveBench（世界的

な定期的予測精度評価サーバー）に参戦。成績は常に

上位にランク。 
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・比較モデリング法を中心としたタンパク質立体構造予

測：外部研究グループとの共同研究により、活性部位

の同定、リガンド結合予測を実現。製薬企業2社とも

共同研究を実施。また、分子動力学法によるアプロー

チでも、ペプチドの構造特徴の解析に成功した。それ

ぞれの解析手法において、基盤技術の確立、システム

化、創薬への応用が着実に進んでいる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、膜蛋白質、タンパク質立体構造、

機能予測、分子動力学法 

 

［テーマ題目３］「細胞内生命現象の網羅的データ収集

とシミュレーション技術の研究開発」 

［研究代表者］高橋 勝利（生命情報科学研究センター 

細胞情報チーム長） 

［研究担当者］高橋 勝利、秋山 泰、富永 大介、 

旭井 亮一、吉野 里美、茂櫛 薫、 

福井 一彦、塚本 弘毅 

（職員4名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 細胞内の生命現象のシミュレーションを目指した、

代謝経路や遺伝子制御ネットワークを解明するための

手法の研究と応用。またプロテオーム解析の支援のた

めの解析システムの開発、新しい質量分析手法・装置

の開発を行う。 

(2) バイオインフォマティクスで必要となる膨大なデー

タ処理や大規模探索問題に対処するための並列処理方

式の研究と応用。分子計算、質量分析、細胞シミュレ

ーション等向けの大規模計算システムの開発を行う。 

 平成15年度の進捗状況は以下の通りである。 

・細胞・組織内部における構成物質の空間的変化の検出、

及びタンパク質機能を制御する翻訳後修飾の同定を行

う計測装置の開発をスタートさせ、第一次プロトタイ

プを得ることができた。 

・タンパク質発現量の時系列変化を網羅的に測定する技

術の開発を進めている、産総研ティッシュエンジニア

リング研究センターと共同で、細胞にある種の刺激を

与えた後のタンパク質発現量の時間変化情報から、そ

の刺激に対する応答系を構成している複数遺伝子間の

制御構造を同定する研究を実施した。 

・2D-PAGE に基づいたプロテオーム解析を総合的にサ

ポートするコンピュータシステムの完成度を高める開

発を行った。 

・DNA メチル化の網羅的アッセイに必要な DNA チッ

プデザイン方法の確立に関する研究を実施し、特許を

出願した。 

・産総研生物情報解析研究センターと共同で、タンデム

質量分析のスペクトル解析を大容量かつ超高速に行う

システム CoCoozo を開発した。市販プログラムの数

十倍の速度で大量の解析が可能となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プロテオーム、質量分析、DNA メチレ

ーション 

 

⑧【生物情報解析研究センター】 
（Biological Information Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究センター長        ：渡辺 公綱 

副研究センター長：原田 一明、野村 信夫 

総 括 研 究 員：原田 一明 

 

所在地：臨海副都心、つくば中央第6 

人 員：21（19）名 

経 費：301,740千円（251,580千円） 

 

概 要： 

１．研究目標 

 本研究センターは、大量のゲノム情報に含まれる

生物情報の取得、取得に関する新技術の開発、取得

した情報の整理及び統合を生物科学の立場より推進

する事を目的とする。特に、ポスト・ゲノムシーケ

ンス研究に重点を置き、我が国が世界に対して優位

性を持つ分野（膜タンパク質の立体構造解析やヒト

完全長 cDNA の機能解析、ヒトゲノム統合データ

ベースの構築）を中心としたタンパク質機能解析を

実施し、知的財産権の取得やデータの公開等を通じ

て、成果の速やかな産業化を目指す。 

２．研究概要 

 上記の目標を達成するため、中長期的には、以下

の3つの領域に重点研究課題を設定し遂行する。 

(1) 構造ゲノム解析：課題1＝生体高分子立体構造

情報解析 

 膜タンパク質等の医学・産業上有用なタンパ

ク質について、発現、結晶化を試み、電子線や X
線を用いた新規な手法によって原子レベルでの

立体構造を明らかにするとともに、NMR によっ

て分子間相互作用を効率的かつ高精度に解析す

る。さらにこれらの解析効率を向上させ、技術

開発を加速するため、高精度モデリング技術や

シミュレーション技術の開発を行う。 

(2) 機能ゲノム解析：課題2＝タンパク質機能解析

の研究開発 

 我が国が保有する3万個のヒト完全長 cDNA ク

ローンをベースにして、系統的な発現、発現頻

度解析、タンパク質間相互作用の解析等、生化

学レベル及び細胞生物学レベルでの機能解析を

ハイスループットかつ集中的に実施し、それら

のデータについてバイオインフォマティクスを

活用して解析する。 
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(3) 統合データベース解析：課題3＝バイオインフ

ォマティックス関連データベース整備／遺伝子

多様性モデル解析 

 バイオテクノロジーの研究開発に必要な国内

外の有用なバイオインフォマティクス関連デー

タベースの統合化、データベースの検索・解析

機能の高度化等を行うとともに、ヒトゲノム配

列に独自のアノテーションを加えることにより、

研究開発の現場で広く実利用できる環境を整

備・運用する。また、ヒトゲノムのマイクロサ

テライトや SNP の多型解析により疾患関連遺伝

子の探索を行い、その結果も統合データベース

に組み込む。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 経済産業省受託研究費（12,125千円） 

「膜蛋白質の無細胞合成系での効率的生産方法の開発」 

 

株式会社三菱総合研究所 バイオ人材育成システム開発

事業（120,750千円） 

「バイオ産業への人材供給の高度化、効率化を図る

OJT の進め方に関する開発」 

 

科学技術振興事業団 X 線解析法によるロドプシン類の

機能解析（650千円） 

「ロドプシンの3次元結晶を作製し、この結晶を種々の

温度下で光照射して G 蛋白質活性化に至る中間状態を

トラップし、それらの立体構造を X 線解析の手法で決

定する。」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 蛋白質の構造・

機能解析技術の開発（35,000千円） 

「単粒子解析法を用いて、電子顕微鏡画像と情報技術か

らのアプローチによってより高分解能で、より自動化さ

れた構造解析を可能にすること」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費（産総研 生命情報科

学人材養成コース）（144,133千円） 

「バイオインフォマティクスの実践的な研究人材を養成

するため、大規模研究プロジェクトが遂行される現場で

総合的な養成教育を行う。」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（岡田 哲二）（10,600

千円） 

「G 蛋白質共役型受容体ロドプシンの活性化過程の X
線結晶構造解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（千田 俊哉）（1,500

千円） 

「2原子酸素添加酵素の反応中間体結晶構造に基づいた

触媒反応機構解析」 

文部科学省 科学研究費補助金（伊藤 剛）（2,700千

円） 

「微生物完全長ゲノムの大規模比較解析による適応的分

子進化の解明」 

 

発 表：誌上発表38（36）件、口頭発表157（30）件、 

その他8 

-------------------------------------------------------------------------- 
高次構造解析チーム 

（Structural Analysis Team） 
研究チーム長：藤吉 好則 

（臨海副都心） 

概 要： 

 膜タンパク質等の立体構造解析のための効率の良い

データ収集システムを開発することを目指して、第5

世代の極低温電子顕微鏡の基本設計を終了した。脳な

どに存在する水チャネル、アクアポリン-4について、

昆虫細胞を用いて発現し2次元結晶化に成功した。極

低温電子顕微鏡により収集したデータを用いて3.5Å

より高い分解能での構造解析が進んでいる。単粒子解

析のためのプログラムを開発・改良し、それを用いて

IP3受容体の構造を解析した。また、単粒子解析のボ

トルネックとなっている粒子拾い上げと分類のための

プログラム等の開発を行った。転写活性化因子 CbnR
の3次元結晶化に成功し、X 線結晶解析法により構造

を決定した。 

 

つくば高次構造解析チーム 

（Structural Analysis Team, Tsukuba） 
研究チーム長：原田 一明 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 膜タンパク質の結晶化に及ぼす因子として、界面活

性剤、沈殿剤、塩類、温度に関するデータ収集を完了

した。緩衝液の種類と pH の効果の関係を調べ、その

結果の有効性を Rb. Sphaeroides の光反応中心の結

晶化により検討した。癌細胞に対するアポトーシス誘

導活性を有する WGA の Pichia 酵母を用いての発現

を確認し、ヒト FAS/FASL アポトーシス系の膜タン

パク質である FASL の細胞外ドメインの発現を試み

た。癌細胞を特異的に破壊するタンパク質3種類の結

晶化を行い、子宮癌細胞に特異的なタンパク質の構造

を決定した。また、超好熱菌由来 RadB と膜結合β-
glycosidase の構造を決定した。 

 

分子認識解析チーム 

（Molecular Recognition Team） 
研究チーム長：嶋田 一夫 

（臨海副都心） 
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概 要： 

 カリウムチャネル：KcsA およびカリウムチャネル

ポアーブロッカー：Agitoxin2(AgTx2)の複合体に転

移交差飽和（TCS）法を適用し、AgTx2の KcsA 結合

面を決定することを目的とし研究を行った。その結果、

AgTx2の helix の前半に位置する S11，Q13，I15、お

よび strand II 上の F25、G26、C28、M29、R31にお

いて交差飽和の影響が存在することが明らかとなった。

これらの残基は AgTx2上で連続した面を形成するこ

とから、AgTx2のチャネル結合面と同定した。さらに、

他のチャネルポアーブロッカーのそれと比較すること

によりチャネルポアーブロッカーの結合モチーフを提

案し、結合選択性を解明した。 

 

つくば分子認識解析チーム 

（Molecular Recognition Team, Tsukuba） 
研究チーム長：原田 一明 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 MHC タンパク質複合体の NMR 解析ではβ2m の

主鎖の帰属が終了し、更に詳細な解析を進めている。

WGA タンパクの糖鎖リガンドの相互作用について

NMR により解析した結果、結晶中での相互作用に関

与するアミノ酸残基以外にリガンドの結合に関与する

残基が見いだされた。膜タンパク質解析へのプロテオ

ミクス的アプローチにおいて、先に開発した色素標識

化解析法および膜上消化法の向上と普及を目指し、両

者を組み合わせて膜タンパク質画分への適用を検討し、

汎用化の目処をつける予定である。構造情報から詳細

な相互作用情報を得るための非経験的分子軌道法によ

る作用点解析の実証研究のためのクラスタ計算機が稼

動を開始した。 

 

構造情報解析チーム 

（Structural Bioinformatics Team） 
研究チーム長：中村 春木 

（臨海副都心） 

概 要： 

 分子構造探索のための基本アルゴリズムとソフトウ

ェア(prestoX)を実用的な薬物分子への応用ができる

ようにし、連続体近似法など実用的なモデリングで利

用可能な手法の取り込みを行った。蛋白質・低分子有

機化合物のフレキシブルドッキングの手法を開発し、

in silico スクリーニングでの HIT 化合物の候補・配

向の絞り込みが可能になった。Tsallis dynamics 法や

マルチカノニカル法など物理学的に厳密なシミュレー

ション手法の、ペプチド及び in silico スクリーニング

で予測される蛋白質―リガンド複合体への適用を検討

している。タンパク質の大きな構造変化を考慮したモ

デル化方法をこれら複合体に対し適用できるようにし、

膜タンパク質・酵素と低分子有機化合物の相互作用デ

ータにより計算手法の実証研究を行うことによってス

クリーニング手法の改良を進めている。 

 

機能構造解析チーム 

（Molecular Function Analysis Team） 
研究チーム長：渡辺 公綱 

（臨海副都心） 

概 要： 

 網膜由来ロドプシンについて、従来の分解能を大幅

に上回るデータ（2.2Å）を収集・構造精密化を行い、

非対称単位内の全てのポリペプチド鎖を構築した。ま

た、光照射後に生成する初期中間体（バソロドプシ

ン）の結晶構造モデルを決定し、異性化反応に伴う構

造変化に関する貴重な知見を得た。更に高分解能デー

タを収集すると共に、後続の中間体や発色団置換体な

どの構造決定により、視覚初期過程の分子メカニズム

が確定すると思われる。 

 

つくば機能構造解析チーム 

（Molecular Function Analysis Team, Tsukuba） 
研究チーム長：松井 郁夫 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 超好熱菌の情報伝達に関与すると推定される膜タン

パク質 PH0470と PH0471の大量発現に成功し、

PH0471およびそのフェレドキシンとの融合タンパク

質の微結晶が得られた。DNA 複製系の主要酵素で

L2S2のオリゴマー構造を有する DNA ポリメラーゼ

D の2つのサブユニットをコードする遺伝子の共発現

系を構築し、大サブユニットの2つの酸性触媒残基

D1122と D1124の機能、および末端ドメインを介した

サブユニットの相互作用と活性発現制御メカニズムを

明らかにした。Dna2ヘリカーゼのホモログの遺伝子

を大腸菌で大量発現させ、その生化学的諸性質を解析

し、酵母の Dna2とは異なる新規な機能を有すること

を明らかにした。 

 

プロテオーム発現チーム 

（Protein Expression Team） 
研究チーム長：五島 直樹 

（臨海副都心） 

概 要： 

 6,000個の Gateway 導入クローンをこれまでに作

製し、今年度中に12,000個の Gateway 導入クローン

が作製できる見通しである。又、2,500個について

Gateway 発現ベクターを作成し発現条件の検討を行

い、今年度中に5,000個の発現条件の検討が行える見

通しである。 
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発現頻度解析チーム 

（Expression Profiles Team） 
研究チーム長：大久保公策 

（臨海副都心） 

概 要： 

 iAFLP 法を用いて、これまでに100万データポイン

ト（組織数 x 遺伝子数）の遺伝子発現情報を取得し、

今年度中に250万データポイントを取得できる見通し

である。また、「ヒト遺伝子発現頻度データベース」

の作製は順調に進行し、標準組織（成人の肝臓、肺、

筋肉等の主要な全ての器官･組織（約90種）と、胎児

期の組織約50種）の発現頻度情報の検索が行えるよう

になっている。更に、iAFLP 法をはじめ Affymetrix 
社製の DNA chip、合成オリゴヌクレオチド等の実験

データと、EST，SAGE，MPSS 等のシークエンスか

ら得られる頻度情報等の各手法で得られた発現頻度デ

ータの比較を行うことによって、より正確な発現頻度

情報解析を可能としている。 

 

蛋白質ネットワーク解析チーム 

（Protein Network Team） 
研究チーム長：夏目 徹 

（臨海副都心） 

概 要： 

 細胞より抽出された200種類の遺伝子導入サンプル

の質量分析計での分析を行い80種類のタンパク質複合

体の中から30種の新規相互作用をこれまでに見出した

ので本年度中に500種類の遺伝子導入サンプルの解析

が行え、80種の新規なタンパク質複合体を見出す見通

しである。 

 

細胞ゲノム機能解析チーム 

（Cellular Function Team） 
研究チーム長：野村 信夫 

（臨海副都心） 

概 要： 

 蛋白質細胞内局在判定システムを用い、これまで

1,000個の未知遺伝子由来蛋白質の局在情報を得て、

年度末までには2,000個の局在情報を得る見通しであ

る。また、細胞に形態変化を引き起こす薬剤や遺伝子

については、浮遊細胞の系に焦点を絞り解析中である。 

 

統合データベース解析チーム 

（Integrated Database Team） 
研究チーム長：今西  規 

（臨海副都心） 

概 要： 

 統合データベース解析チームでは、ヒト完全長

cDNA のアノテーションに関する国際共同研究プロ

ジェクトである H-invitational2（正式名 Human 

Full-length cDNA Annotation Invitational2）に中心

的に参画した。独自に作成した解析パイプラインを用

いて2003年9月から事前計算を開始し、11月に7日間の

機能アノテーション会議を開催する。それに引き続き、

公開データベース作成のための各種解析を実施する。

年度末までに多数の論文を完成させて投稿することを

めざしている。このほか、機能モチーフ抽出のための

ソフトウエア開発、機能性 RNA 分子の予測、遺伝子

発現制御機構の解析、ヒト多型のタンパク質立体構造

への影響、微生物ゲノムアノテーションプロジェクト、

祖先ゲノムセットの推定、文献データベースからの機

械的知識抽出による疾患情報データベースの構築など

の研究が進行中である。 

 

遺伝子多様性解析チーム 

（Gene Discovery Team） 
研究チーム長：猪子 英俊 

（臨海副都心） 

概 要： 

 遺伝子多様性解析チームでは、慢性関節リュウマチ

と尋常性乾癬の感受性遺伝子領域を探すため、ヒトゲ

ノム上に約3万個のマイクロサテライト DNA 多型を

見つけだし、その対立遺伝子頻度を患者群と健常群で

比較することによる相関解析を行っている。このよう

な独自の手法で解析を進めているが、慢性関節リュウ

マチの感受性遺伝子探索に関してはほぼスクリーニン

グが終了し、複数の感受性候補領域の発見につながっ

た。さらに、尋常性乾癬についての解析が進行中であ

る。このプロジェクトを支援するための情報処理技術

の開発も積極的に行っている。約3万のマイクロサテ

ライトのタイピング実験を2群に対して実施した結果

を高速に整理・解析するためには、実験管理の自動化

と解析結果のデータベース化は必須であり、当チーム

が も力を注いでいる部分でもある。また、公開され

ている各種の多型データベースを統合化し、ヒトゲノ

ム情報や遺伝子情報とともにデータベース化する研究

も行っている。さらに、遺伝統計解析のための相関解

析の手法の開発とプログラムの開発や、ハプロタイプ

推定のための基礎研究および技術開発、プールした

DNA サンプルを用いた実験結果からハプロタイプ推

定を行うアルゴリズムの開発も行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、ヒト完全長 cDNA、膜蛋白質、

構造解析、機能解析、データベース 

 

⑨【ティッシュエンジニアリング研究センター】 
（Tissue Engineering Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：三宅 淳 
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副研究センター長： 

総 括 研 究 員： 

 

所在地：関西センター尼崎事業所 

人 員：12（10）名 

経 費：877,803千円（539,775千円） 

 

概 要： 

 ティッシュエンジニアリング研究センターは新規な

産業分野の創成を目指し、ヒト細胞の制御・改変技術

を総合的に開発する。ヒト幹細胞の探索・取得、細胞

の特性に関わる遺伝子情報の網羅的把握技術、細胞の

操作・改変技術や特定組織への分化誘導技術などの諸

技術を総合的に開発し、ヒト細胞・ヒト細胞組織を工

学的に設計・制御・形成することのできる新規技術分

野を確立するとともに、再生医療をはじめとして創薬、

診断技術、環境技術、情報技術などへ貢献することを

目指す。 

 昨今、ヒト細胞を用いた特定の組織・臓器を作成す

る研究が始まりつつある。様々な細胞・組織への多分

化能を有する幹細胞の存在が確認されており、この種

の細胞を応用利用し、従来の医療では不可能であった

臓器・組織を再生させる画期的な治療法、すなわち再

生医療が、難治病の根本的な治療法として期待されて

いる。ヒト細胞を扱う技術が進歩すれば、医療用のヒ

ト組織・臓器デバイスだけでなく、製薬、環境など多

くの産業への応用が期待される。 

 しかしながら、医学的な要請や生物学的な可能性は

提示されたものの、細胞の制御・改変に関わる技術は、

まだ経験則に基づく萌芽期段階に止まっている。この

種の技術を大規模な産業技術に発展させるには、まず、

対象である細胞の高度な理解が必要であり、さらにそ

の動作原理を基礎とした設計・操作技術などの工学的

な技術体系を確立する必要がある。 

 技術に関する 大の課題は、分化誘導を含む細胞の

制御である。たとえば、胚性幹細胞（ES 細胞）など

は特定の機能を有する細胞に、ある程度分化しうるが、

生成した組織が真に目的の組織であるかどうかは不明

の部分が多く、腫瘍形成に進む場合もある。他の幹細

胞についても、目的の組織に正確に分化誘導するため

の方法の開発が必要であるが、工学的に確実な方法は

現在見あたらない。工学的な方法の確立のためには、

動作原理となる細胞の内部状態の詳細な把握が必要で

ある。細胞を動かし、形作っているシステム、特に幹

細胞の分化メカニズムに関する細胞内の分子システム

は、多くの遺伝子やタンパク質が関与しており、現有

の単純な遺伝子技術では解析することも、制御するこ

とも難しい。多くの遺伝子からなるシステムと、その

相互作用（遺伝子ネットワーク）やタンパク質におけ

る同様の相互作用、さらには生物学・基礎医学等で蓄

積された形態に関わる膨大な情報等を集積し、それを

人為的に制御する技術を構築したとき、初めて細胞の

分化誘導を制御し、特定の組織を正確に再現すること

が可能になると考える。また、細胞の制御・改変を工

学的に確実な技術とするためには、確率的な改変では

なく、一つ一つの細胞の内部の分子の詳細な制御技術

も必要となろう。これら要請に応えるためには、ナノ

テクノロジーなどの新規手法を応用した新たな技術開

発を進める。 

 当センターは医学と工学の研究者が結集しており、

広範な技術基盤を有する。工学も遺伝子工学、ナノテ

クノロジー、材料技術など幅広い領域をカバーしてい

る。これら人材の能力を生かして、ヒト細胞の産業的

応用技術の確立のために、情報技術、細胞改変技術な

どを総合して、幹細胞を任意に制御・改変する技術を

開発し、新規・総合的な技術分野を開拓することを目

指す。研究員各自が専門領域での技術開発を目指すだ

けでなく、融合して1つの大きな技術開発を進めるこ

とをマネージメントの基本としている。 

 研究領域としては、ヒト細胞の応用を目指した医工

学領域に属するが、この分野は、 新の生物学によっ

て再生医療など多くの可能性のあることが示された。

しかし、上述のように、その技術的な方法は十分明ら

かにされていない。そこで、ティッシュエンジニアリ

ング研究センターでは、生物学に戻るのではなく、工

学の 新技術を発展させ、それを応用することで技術

的な要請に応え、新しい方向から医工学の発展に寄与

することを目指している。これは、産業技術総合研究

所の任務である本格研究として社会に資するものと考

えている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

経済産業省 科学技術総合研究委託費「生体外細胞操作

と細胞外環境設計による組織工学  間葉系骨髄幹細胞

と人工材料による人工骨髄含有人工骨組織形成法の開

発」（7,615千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「完全連通孔高強度アパ

タイト多孔体を用いた間葉系幹細胞増殖・分化技術の確

立」（3,200千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金 「正常ヒト神経幹細胞

由来神経細胞における、低酸素状態下での遺伝子制御シ

ステムの解明」（1,100千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「嗅覚レセプタを用いた

嗅覚機能代替匂いセンサープロトタイプの研究」（7,500

千円） 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「臍帯血からの神経
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幹細胞の分離技術の開発」（15,235千円） 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「生体組織再生を目

的とした機能性複合基盤材料の開発」（15,017千円） 

 

文部科学省 大学発等ベンチャー創出支援「イノベーシ

ョン創出事業費 ハイスループットゲノム創薬システム

の開発」（44,000千円） 

 

厚生労働省 厚生労働科研費「マイクロアレー、プロテ

インチップを活用した、ヒト正常神経細胞を用いた薬剤

安全性評価システムの開発」(36,000千円) 

 

受託研究 財団法人大阪科学技術センター「平成15年度

地域新生コンソーシアム研究開発事業 ゲノム発現解析

チップシステムの開発」（184千円） 

 

受託研究 学校法人慶應義塾 科学技術振興費 主要5

分野の研究開発委託事業「ヒト脊椎由来神経幹細胞の生

物学的特性ならびに領域特異性の解明（A.脊椎損傷に対

する幹細胞治療の開発）、ヒト神経幹細胞二次プロセッ

シング業務、サブ神経幹細胞バンク業務、および神経幹

細胞品質評価業務（B.ヒト神経幹細胞バンク事業）」

（17,441千円） 

 

受託研究 学校法人慶應義塾 科学技術振興費 主要5

分野の研究開発委託事業「ヒト神経幹細胞二次プロセッ

シング業務、サブ神経幹細胞バンク業務、および神経幹

細胞品質評価業務のための基盤整備」（130,485千円） 

 

受託研究 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合

開発機構「生物の持つ機能を利用した環境中化学物質の

高感度検出・計測技術の開発」（30,327千円） 

 

受託研究 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合

開発機構「超極細探針による低侵襲遺伝子導入技術の開

発」（10,000千円） 

 

発 表：誌上発表25（21）件、口頭発表92（15）件、 

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 
メディカルデバイスチーム 

（Medical Device Team） 
研究チーム長：大串 始 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いて、代替組織・臓器として機能す

る埋め込み型細胞組織デバイスを開発する。このよう

な再生医療は新たな巨大医療産業を引き起こし、日本

経済の発展に大きく貢献する潜在的可能性を秘めてい

る。具体的な我々のチームのターゲットとしては、高

齢者医療の中核を成す運動器疾患の対策である骨再生

と軟骨再生である。さらに、他の種々臓器組織構成細

胞への分化研究も行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

細胞工学チーム 

（Cell Technology Team） 
研究チーム長：三宅 淳 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 ヒト神経幹細胞の分離、培養技術の開発に重点を置

き、中枢神経系の再生治療や薬物動態解析、創薬など

に用いることのできる安全性の検証された高品質のヒ

ト神経幹細胞、神経細胞、グリア細胞などの供給を可

能とする大量培養技術、並びその周辺技術・装置、ヒ

ト細胞品質評価・測定技術・装置の開発を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

組織遺伝子チーム 

（Gene Technology Team） 
研究チーム長：三宅 正人 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 ヒト細胞検体の状態変化に関して遺伝子ネットワー

ク等を含むシステムとして理解するための新しい技術

を開発し、細胞の増殖・分化制御技術の開発に資する

ことを目的とする。細胞システムの解析のためには、

タンパク質、核酸、化学物質などの外部刺激に対する

細胞応答を大規模且つハイスループットに収集するた

めの新しいハードウエア技術と細胞システム解析のた

めのソフトウエア技術を開発することが必要である。

ハードウエアとして、On-chip トランスフェクション

法を応用したトランスフェクションマイクロアレイ、

並びにその測定装置システムを開発し、初代培養ヒト

細胞解析のマイクロ化、高速化、自動化を達成させる。

細胞内で実際に機能している分子システムを解析する

ために、上記装置で得られる大規模細胞応答データと

既知の細胞内分子調節制御情報を統合するソフトウエ

アを開発する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

動物実験代替システムチーム 

（Tissue Biosensor Team） 
研究チーム長：中村 徳幸 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 本研究は主として細胞内部を極低侵襲で自由に操作

する技術（セルサージャリー）を開発することを目的
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とする。原子間力顕微鏡（AFM）のシステムと超極

細の探針を用い、接触圧力によって細胞内の空間位置

を正確に確認しながら、遺伝子の導入・置換など、細

胞内の分子を正確に操作する技術を開発する。さらに

は細胞選別、細胞改変、分化制御、細胞診断などの新

規技術に発展させ、 終的には操作後の細胞を臨床応

用できる安全な細胞提供技術として開発することを目

指す。 

 また、AFM を利用して1分子の蛋白質の相互作用

を解析し、ナノスケールの精度で生体分子を切断・連

結する加工技術、酵素リソグラフィーを開発すること

を目的とする。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］骨関節再生に関する研究 

［研究代表者］大串 始（ティッシュエンジニアリング

研究センターメディカルデバイスチー

ム） 

［研究担当者］大串 始、陳 国平 

（職員2名、他36名） 

［研 究 内 容］ 

 平成15年度においては、大串が確立した人工関節上で

のヒト間葉系細胞を用いての骨再生研究の有効性検定を

行うとともに、人工関節以外の基盤への骨再生を行った。

さらに、陳が確立した PLA/collagen hybrid 上での軟骨

再生研究はヒト間葉系細胞を用いて行い、これらの基盤

を用いての骨・軟骨同時再生研究を開始できた。さらに

肝再生や血管再生研究も着手できた。具体的には、市販

ヒト間葉系細胞や、倫理委員会の承認を得て得られた患

者由来の培養間葉系細胞を用いて、上記の PLA/ 
collagen hybrid 上での骨再生研究や軟骨再生研究を行

い、ともに in vitro での骨形成や軟骨形成が起こること

を確認できた。具体的には、直径380μm の直線状貫通

気孔を200μm 間隔に配置し、これらの気孔列を交互に

直交させ、3次元的に完全連通孔を有するアパタイト多

孔体（5×5×3 mm）を成形し、生化学的、および組織

学的検討を行った。結果は移植後4週目において、骨芽

細胞活性を示すアルカリフォスファターゼ活性値をアパ

タイト多孔体の単位重量当りの活性値として比較したと

ころ、対象となる市販のアパタイトとともに高活性値を

示した。また、骨形成量の指標となるオステオカルシン

量においても同様に、両者のアパタイト多孔体で高値を

示した。さらに、組織学的に完全連通孔アパタイト多孔

体では、内部を中心に気孔内が充満するほどの旺盛な骨

形成が確認された。以上より、この完全連通孔アパタイ

ト多孔体が、気孔内での培養骨髄細胞の骨芽細胞への分

化を支持し、人工骨、あるいは組織工学スキャフォール

ドとして有用であることが示唆された。 

 肝臓再生研究においては、培養肝細胞の多孔体セラミ

ック内での培養に成功した。この幹細胞含有セラミック

は低アルブミンラットへ移植し、アルブミンの血中濃度

を上昇させることに成功した。この結果を踏まえ、特許

出願を行った。血管再生研究においては、in vivo にお

いて培養間葉系細胞が血管内皮細胞へ分化しえることを

確認した。以上より、間葉系細胞を用いての骨・軟骨同

時再生研究を踏まえての臨床応用への展開、さらに肝臓、

血管再生研究の発展の可能性を確認できた。 

［分 野 名］ライスサイエンス 

［キーワード］骨、軟骨、間葉系細胞 

 

［テーマ題目２］ヒト神経幹細胞の大量・安定・安全培

養法の開発 

［研究代表者］三宅 淳（ティッシュエンジニアリング

研究センター細胞工学チーム） 

［研究担当者］三宅 淳、金村 米博 

（職員2名、他20名） 

［研 究 内 容］ 

１）ヒト神経幹細胞の培養条件の 適化、神経幹細胞バ

ンク事業 

 ヒト神経幹細胞の増殖率、分化率の統一評価基準と

そのプロトコールを作成し、培養に関連する様々な項

目（培養液組成、増殖因子、培養法など）についてヒ

ト神経幹細胞の大量培養への 適化を検討した。

GMP 基準に対応するためのヒト神経幹細胞培養用完

全合成人工培地の開発と標準的培養プロトコールの開

発を行った。臨床現場で使用する移植用ヒト神経幹細

胞の大量培養のため、より安全性の高い細胞培養シス

テムの開発を行うと同時に GMP 基準を満たす細胞培

養設備を設置した。これら開発された技術、試薬、設

備を使用して、臨床用ヒト神経幹細胞の大量培養と国

内供給体制の確立を目指したヒト神経幹細胞バンク事

業（文部科学省委託事業）を行う体制を整備した。 

２）ヒト神経幹細胞の分離法に応用可能なモノクローナ

ル抗体の作成 

 今年度は培養ヒト神経幹細胞を抗原としてモノクロ

ーナル抗体を作成し、神経幹細胞の同定に応用が期待

される2種類の新規抗体を選定した。その抗体を用い

ての神経幹細胞の選択的分離技術ならびに非神経組織

である臍帯血からの多能性幹細胞の分離技術を検討し

た。 

３）ヒト神経幹細胞の人為的分化誘導技術の開発 

 ヒト神経幹細胞の分化誘導過程で発現変動する遺伝

子（約23000遺伝子）、タンパク質をマイクロアレー、

プロテインチップを用いて包括的に解析した。分化マ

ーカーとしての使用が有望視される遺伝子（NC1）

を特定し、特許出願を行った。また、分化誘導法とし

てレチノイド誘導体を用いた神経分化誘導方法を開発

した。 

４）ヒト神経幹細胞を用いた in vitro 評価系の構築（in 
vitro 評価系の構築） 
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 ヒト神経幹細胞から人為的に分化誘導した正常ヒト

神経・グリア細胞を in vitro 評価用細胞として使用し、

投与薬剤の遺伝子・タンパク質発現に及ぼす影響を包

括的に解析する手法を検討した。マイクロアレーを応

用して抗けいれん剤、抗うつ薬が正常ヒト神経・グリ

ア細胞の遺伝子発現に及ぼす影響の検討を行い、情報

データベースの構築を行った。 

［分 野 名］ライスサイエンス 

［キーワード］神経、培養細胞、幹細胞 

 

［テーマ題目３］分化誘導技術を目指した、遺伝子発現

に関する網羅的解析技術の開発 

［研究代表者］三宅 正人（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター組織遺伝子チーム） 

［研究担当者］三宅 正人、佐藤 孝明、廣野 順三、 

藤田 聡史（職員4名、他27名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞の分化・発生は、関連する多数の遺伝子が時間的

及び空間的に相互作用を行うネットワークが担っている。

遺伝子ネットワークシステムの全容を解明し、それを人

為的に制御する基盤技術を構築したとき、様々な細胞・

組織を正確に人工的に再生する「工学的技術」が可能と

なると考えられる。しかし、複数遺伝子の時間経過を含

む順列組み合わせを解く必要があることから天文学的な

数の実験が必要になり、DNA チップなどの既存技術で

は、質的・量的に到底実現できない。遺伝子のネットワ

ークを解析するための専用のシステム（含新規データー

処理技術）が必要になる。遺伝子ネットワークの重要性

は米国をはじめ先進国で共通して認識され始めたところ

である。我が国でも総合科学技術会議を中心にプロジェ

クト化が唱えられているが、それを実行するための解析

技術が準備されていない。この種の技術の研究は米国に

おいても開始されたばかりであり、TERC において開

発された技術は世界の先端に位置している。特に、トラ

ンスフェクションアレイ技術については米国のグループ

が同様の技術を先に発表したが、そのトランスフェクシ

ョン効率などの性能はこの種の解析を大規模に進めるに

は不十分であり TERC の技術が世界的にも広範に利用

される可能性が高いと考えられる。わが国がこの分野で

国際的に指導的な地位を確立することを目指し、効率的

にヒト幹細胞を分離・培養する技術、並びに遺伝子レベ

ルでの分化制御技術の確立を行う。平成14年度には、多

分化能を有するヒト間葉系幹細胞にハイスループット且

つ高効率（50％以上、世界 高）に遺伝子導入が可能な

トランスフェクションマイクロアレイを開発した。本年

度は増殖、分化、ストレスシグナル等に関わる23種類の

転写因子活性の変化を蛍光タンパク質の蛍光強度を指標

に連続的かつ同時に測定できる装置システムを試作し、

ヒト株化細胞の解析に応用した結果、細胞増殖アレス

ト・アポトーシスプロセスを支配する転写調節の時系列

カスケードを分単位で視覚化することができた（世界

初）。開発したシステムを幹細胞の分化誘導解析に応用

したところ、高い細胞自家蛍光によって計測が困難であ

ることが明らかとなり、現在測定系の改良を行っている。 

［分 野 名］ライスサイエンス 

［キーワード］遺伝子工学、細胞チップ、細胞情報 

 

［テーマ題目４］細胞の高精度改変技術を目指したナノ

細胞操作技術の開発に関する研究 

［研究代表者］中村 徳幸（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター動物実験代替システムチ

ーム） 

［研究担当者］中村 徳幸、中村 史 

（職員2名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 近年急速に発達しつつあるクローン作成、生殖細胞の

操作など、マイクロキャピラリによるインジェクション

等の方法は、核などをミクロンサイズで操作する手法が

主なものであり、分子レベルの研究が進むのに比して、

手法として十分なものとはいえない。しかも細胞への影

響が極めて大きく、操作後90%の細胞が死滅するという

欠点を有し、生存した細胞であっても、ダメージ・特に

分子レベルの影響は不明であり、医療への応用の場合も

リスクが避けられない。 

 本研究は主として細胞内部を極低侵襲で自由に操作す

る技術（セルサージャリーと命名）を開発することを目

的とする。原子間力顕微鏡（AFM）のシステムと超極

細の探針を用い、接触圧力によって細胞内の空間位置を

正確に確認しながら、遺伝子の導入・置換など、細胞内

の分子を正確に操作する技術を開発する。 

 まず、針の形状と細胞への挿入過程を詳細に解析した。

接触圧力の緩和現象を指標として針の細胞膜通過を解析

する方法を用いることで挿入過程を詳細に観察すること

が可能になった。極細の探針は収束イオンビームによる

エッチングによってシリコン製 AFM 探針を棒状に加工

して作成した。直径800nm 程度の針では、1回の挿入で

細胞が死滅するが、直径200nm 以下では繰り返し挿入

しても、細胞は生育していることが示された。以降、針

の形状を直径100～200nm の太さに加工したものを用い

た。また、針の先端を先鋭化するよりも、平坦化させた

円筒形の形状の方が高速で挿入が可能であることが見出

された。この針を用い、遺伝子導入への適用を試みた。

針に GFP 遺伝子を固定化し、顕微鏡観察下において各

種細胞に挿入して遺伝子の発現を観察した。ヒトメラニ

ン細胞を用い、GFP 遺伝子を固定化した針を挿入し、2

時間保持したところ、GFP の蛍光が観察され、遺伝子

発現に成功した。細胞の核内において遺伝子を操作する

ことが可能であることを証明したものである。 

［分 野 名］ライスサイエンス 

［キーワード］原子間力顕微鏡（AFM）、単一細胞、セ
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ルサージャリー 

 

⑩【ヒューマンストレスシグナル研究センター】 
（Human Stress Signal Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究センター長        ：二木 鋭雄 

副研究センター長：松岡 克典、淀井 淳司 

総 括 研 究 員：松岡 克典 

 

所在地：関西センター、つくば中央第6 

人 員：13（12）名 

経 費：330,917千円（172,563千円） 

 

概 要： 

 21世紀を迎えた現代はストレス時代といわれていま

す。わたしたちをとりまく環境をみてみますと、ダイ

オキシン、ホルムアルデヒド、環境ホルモンなどの有

害化学物質の摂取、細菌、ウイルス、大気汚染、紫外

線の増加、あるいは騒音、不安などの社会生活環境の

変化など、多種多様なストレスの原因があふれ、わた

したちの健康や快適な生活がおびやかされています。 

 実際、これらストレスがアレルギー、種々の疾病、

さらには発ガンや加齢にも深く関わることが明らかに

されつつあります。このようなストレスの増加、さら

に高齢化が進むいま、生活の質（QOL）を高く維持

することの実現が急務となっています。 

 研究センターは、このような状況の中で、多種多様

なストレスが生体や生活に及ぼす影響を基礎科学から

人間工学まで横断的、総合的に研究し、生体のストレ

スに対する応答、反応メカニズムの解明、ストレス度

の計測、評価、高い QOL を実現する人間生活工学に

ついて研究し、ストレスバイオサイエンスという新し

い分野の開拓を目指します。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 原子力試験研究委託費「DNA マイクロア

レイ技術を利用した放射線及び放射線物質の影響評価に

関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費「バーコード標識酵母

を用いた長期環境汚染モニタリング装置の開発に関する

研究」 

 

経済産業省 石油生産合理化技術開発等委託費「人間行

動適合型生活環境創出システム技術開発」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「ストレスシグナル

のプロテオーム解析」 

 

平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業「生体

ストレス蛋白マーカー迅速抗体アッセイマイクロチップ

システムの開発」 

 

発 表：誌上発表40（34）件、口頭発表96（15）件、 

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
ストレス応答研究チーム 

（Stress Response Research Team） 
研究チーム長：吉田 康一 

（関西センター、つくば中央第6） 

概 要： 

 ストレスに対する生体の応答、反応を分子レベルで

解明する。そのエビデンスをもとにストレスマーカー、

疾病応答蛋白質を同定し、診断、予防、防御薬物の開

発へとつなげる。DNA マイクロアレイを用いた環境

ストレス影響評価・クラスター解析法の多種生物種へ

の適用性を検討した。また、ストレスマーカーとして、

脂質関係ではヒドロキシリノール酸の総合的分析法確

立、蛋白関係ではプロテオーム解析による新規化合物

スルホン化 DJ-1の同定を達成した。さらにこれらの

ストレスマーカーを用いて、in vitro および in vivo
系での検証試験を開始した。また、アルデヒド、過酸

化物、金属イオン、ラジカル、栄養欠乏など種々のス

トレスに対する細胞応答、傷害について詳細に検討し

作用機序を明らかにするとともに、傷害抑制物質の作

用についても検討した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

ストレス計測評価研究チーム 

（Stress Measurement Research Team） 
研究チーム長：脇田 慎一 

（関西センター） 

概 要： 

 実際に現場で使えるストレス情報のオンサイト計測

を実現するため、超高感度センサ・微小化学分析シス

テム（Lab-on-a-Chip）の研究開発を行う。具体的に

は、ストレスホルモンや酸化ストレスマーカーなどの

複雑な夾雑物中の極微量の生理活性物質及び、極微量

で生体に影響を与えるダイオキシンや環境ホルモンな

ど環境ストレス物質の計測評価技術の「本格研究」を

行う。 

 平成15年度は実試料計測に挑戦し、計測デバイスの

試作評価を行い、改善すべき技術課題を抽出する。同

時に経験した前処理法に関して、現場計測システム構

築に必要な技術要素を把握する。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ストレス・加齢工学研究チーム 
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（Stress & Aging Evaluation Research Team） 
研究チーム長：松岡 克典 

（関西センター） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

概 要： 

 健康や生活アクティビティの維持・向上を支援する

ため、ストレスや加齢がヒトの認知特性、生理反応、

生活行動に与える影響を解明し、その影響を日常生活

の中で定量的に計測・評価する手法を開発することを

目指して、以下の研究開発を進めた。特に、本年度は

日常生活の中での人間状態の計測・理解技術に関する

研究を重点的に進めた。 

 具体的には、住宅内での生活行動の長期蓄積技術と

生活状態の理解技術の開発、生理反応からのストレ

ス・疲労の評価手法の開発、加齢効果を考慮に入れた

心臓血管呼吸系応答モデルの開発、作業者状態の計

測・理解技術の開発に関する研究開発を行った。住宅

内に設置できる簡便なセンサを用いて長期に蓄積され

た生活行動情報から、普段の生活状態を抽出して生活

異変を自動検知する技術を開発した。被験者実験から

心拍・血圧変動の閉ループ解析を行い、精神ストレス

が心拍と血圧に与える影響の解明および心拍変動の低

周波成分のみから精神ストレスを評価する手法を開発

した。また、男女300名の運動負荷実験を行い、年齢

とともに変化する心臓循環器系のパラメータ変化の特

性を求めた。 

研究テーマ： 

  テーマ題目５ 

石坂・淀井特別研究室 

（BioMedical Special Research Unit） 
研究室長：淀井 淳司 

（関西センター） 

（存続期間：2002.1.1～2004.3.31） 

概 要： 

 ストレス概念に分子生物学的な意義付けを行い、ヒ

トにおけるバイオストレスシグナル機構の解明による

医生物学基礎研究と新たな診断・治療法の開発を行う

ことを目的とする。具体的にはこれまで独自に解析し

てきたバイオストレス調節因子チオレドキシン

（TRX）、チオレドキシン結合タンパク質（TBP-2）
およびそのファミリー分子であるグリコシル化阻害因

子（GIF）を解析することによりレドックス（酸化還

元）シグナル伝達機構を明らかにし、バイオストレス

測定法の確立、緩和法の開発を目指す。さらに低酸素

誘導性因子（HIF）などのストレス誘導性分子の解析

を行うことでその測定法の発展を期待する。今年度に

採択された地域新生コンソーシアム研究開発事業をレ

ドックスバイオサイエンス株式会社、ファルコバイオ

システムズ、京都大学ウイルス研究所、ヒューマンス

トレスシグナル研究センターストレス計測評価研究チ

ームとの連携で進めている。 

研究テーマ： 

  テーマ題目６ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］DNA マイクロアレイによるストレス

評価法（運営費交付金） 

［研究代表者］岩橋 均（ヒューマンストレスシグナル

研究センターストレス応答研究チーム） 

［研究担当者］二木 鋭雄、岩橋 均、斉田 要 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 酵母の DNA チップ（マイクロアレイ）を用い、化学

物質により誘導されるストレス蛋白質、抗酸化因子、解

毒トランスポーター、代謝酵素、遺伝子修復酵素などの

遺伝子誘導を解析することにより、環境中に存在する環

境汚染化学物質の毒性評価と推定技術を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA チップ、マイクロアレイ 

 

［テーマ題目２］多様なストレスに対する生体分子、細

胞の応答と傷害、およびその抑制（運営

費交付金） 

［研究代表者］吉田 康一（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センターストレス応答研究チー

ム） 

［研究担当者］二木 鋭雄、一守 康史、吉田 康一、 

絹見 朋也、斎藤 芳郎、伊藤奈々子、 

早川美恵子（職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 in vitro 実験系で酸化傷害による脂質過酸化物の生成

機構を詳細に検討し、新規抗酸化薬剤 BO-653の酸化抑

制機構を解明した。本研究成果により、BO-653の薬剤

としての有用性を証明するとともに、新たな新規抗酸化

薬剤設計への知見が得られた。一方、ヒト T リンパ球系

細胞、内皮細胞、神経細胞などを用い、主として酸化傷

害による応答機構について生化学的アプローチによって

解明した。特にストレス応答性のカスパーゼ、カタラー

ゼなどの酵素活性と細胞傷害に関する相関性について新

たな知見が得られた。一方、抗酸化薬剤によるストレス

応答への影響についても有用な知見が得られ、後述のス

トレス応答蛋白質同定へと結びつけることができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酸化ストレス、薬剤、細胞 

 

［テーマ題目３］ストレスマーカーの同定（運営費交付

金） 

［研究代表者］吉田 康一（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センターストレス応答研究チー

ム） 

［研究担当者］二木 鋭雄、吉田 康一、絹見 朋也、
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木全 順子、小川 陽子、早川三恵子 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 プロテオームの基礎手法からの検討を行い、質量分析

装置に関しては高感度測定、半定量化測定への重要な知

見が得られた。方法論確立の意味で大いに基礎科学的進

展が得られたと思われる。このことから、新規ストレス

マーカースルホン化 DJ-1の同定を達成した。一方、脂

質由来のヒドロキシリノール酸、ヒドロキシコレステロ

ールの網羅的測定方法を開発し、動物実験などによるマ

ーカーとしての妥当性検証試験を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ストレスマーカー、プロテオーム解析 

 

［テーマ題目４］生体・環境ストレス計測評価デバイス

の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］脇田 慎一（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センターストレス計測評価研究チ

ーム） 

［研究担当者］脇田 慎一、田中 喜秀、永井 秀典、 

黒澤 茂、竹田さほり、宮道 隆、 

鳴石奈穂子、中山 雄介、申 双竜 

（職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 生体ストレス傷害マーカー計測 

 その場計測が可能な QCM 式ラテックス凝集測定法

により、ヒト血清中の C 反応性タンパク（CRP）の

高感度計測に挑戦した。MPC ポリマー被覆による非

特異吸着の抑制効果により、明確に血清中の共存夾雑

物の影響を抑制できることを実証した。さらに、

anti-F(ab')2-IgG モノクローナル抗体を利用した抗

体固定化量の増加による高感度化に着手している。ま

た、前処理プロセスのオンチップ化が容易な FIA 型

ELISA チップの研究開発を行い、マルチチャネルチ

ップを試作し、血清中の酸化ストレスマーカーに適用

した。 

(2) 環境ストレス物質の超高感度センシング 

 抗ダイオキシン抗体を固定化した QCM センサによ

り、前処理を施したゴミ焼却灰試料中のダイオキシン

計測を行った結果、ELISA 法の測定結果とほぼ一致

し、公定法の GC/MS の結果とは約0.9の相関係数を

得た。フェノール系環境ホルモンセンサの研究に着手

した。また、フェノール系環境ホルモンの超高感度分

離センシングを実現するためのオンライン濃縮や蛍光

ラベル化を検討した結果、前者で約二桁、後者で約三

桁の高感度化を達成した。後者の手法を元に、実環境

水に適用した結果、分離分析装置でピーク検出をする

ことができた。 

(3) 生体ストレス反応物質計測ラボチップ 

 昨年度メソッド開発したヒト唾液によるストレス迅

速アッセイ法を、石英チップ試作装置に完全移植でき

ることを明らかとし、300名規模の被験者によるスト

レス評価に着手した。ストレス負荷時の出現未知ピー

クの特定を、オフライン2次元電気泳動法及びオンラ

イン CE-MS 分析法を検討した。LIGA プロセスによ

る32チャネルラボチップを試作し、DNA ラダー標準

物質のメソッド開発評価した結果、良好な分離能を得

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］化学センサ、QCM センサ、微小化学分

析システム、マイクロ電気泳動チップ、

CE-MS 
 

［テーマ題目５］日常生活場でのストレス評価技術の開

発（運営費交付金） 

［研究代表者］松岡 克典（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センターストレス・加齢工学研究

チーム） 

［研究担当者］松岡 克典、渡邊 洋、梅村 浩之、 

吉野 公三、足立 公洋（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 健康や生活アクティビティの維持・向上を支援するた

め、本年度は日常生活の中での人間状態の計測・理解技

術に関する研究を進めた。 

 住宅内での生活行動を長期に蓄積する技術を開発し、

得られた生活行動情報から生活状態を理解して、生活異

変を自動検知する技術を開発した。住宅内に簡便に設置

できる赤外線センサと電力量センサを用いて長期（1ヶ

月～1年間）に蓄積された生活行動情報から普段の生活

状態を自動抽出する手法を開発した。また、毎日の生活

状態を普段の生活状態からの違いとして評価する「普段

度」尺度を開発し、普段度の低下から生活異変のあった

時を自動検知する技術を開発した。これらの手法は、用

いるセンサの種類、センサの設置場所、部屋の配置、家

族構成員数などの情報を必要としない方法であり、ユー

ザーはセンサを自由に配置することができ、センサに関

わる情報を入力することなく生活異変を自動検知できる

特徴がある。 

 ストレスが心拍・血圧変動に与える影響を明らかにし

て、日常生活の中で心拍変動からストレス状態を評価す

る技術を開発することを目的に、20歳から69歳までの男

女300名の運動負荷実験を行って、その際の心臓血管呼

吸器系の生理応答を調べた。その結果、年齢に伴う心臓

呼吸器系の運動負荷応答特性の違いを見出すことができ

た。また、その結果を用いて、心臓循環器系応答の基本

特性を再現する心臓循環器系応答モデルを開発した。ま

た、精神ストレスが心拍・血圧変動に与える影響を閉ル

ープ解析から解析し、血圧変動と心拍変動のコヒーレン

スが非対称であることを見出した。そして、心拍変動の

低周波成分の平均パワー周波数の上昇から、精神ストレ
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ス状態を評価できる可能性を明らかにした。 

 また、精神ストレス負荷実験から、心拍変動の長期相

関成分が1/f 様ゆらぎから白色雑音様に変化することを

明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生活行動理解、生活異変検知、ストレス

評価、生理計測、加齢効果、心拍ゆらぎ

解析 

 

［テーマ題目６］医生物学基礎研究によるバイオストレ

スシグナルの解明とストレス疾患の新規

診断・予防・治療法の開発（運営費交付

金） 

［研究代表者］淀井 淳司（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センター石坂・淀井特別研究室） 

［研究担当者］石井 保之、広田 喜一、増谷 弘、 

西中由美子、近藤 則彦、山口 佳美、 

岡 新一、松尾 禎之、北野 博司 

（職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

１）GIF 結合分子（レセプター）の同定 

 GIF レセプターの遺伝子クローニングを昨年度か

ら継続して実施した結果、Semaphorin 4A 全長であ

ることが確認された。GIF レセプターと GIF の特異

的結合能を確認した。生物学的機能を評価中。 

２）チオレドキシン（TRX）標的分子（レセプター

等）の単離・同定 

 チオレドキシンの細胞表面上レセプターが細胞表面

上 lipid raft に存在する可能性を見出した。TRX－

C35S 変異体の細胞内移行活性とアポトーシス誘導能

を見出し特許出願した。 

３）TBP-2/VDUP-1の研究 

１．TBP-2の細胞増殖抑制作用を明らかにし、TBP-
2に相互作用する核内機能調節に重要な分子を同定

した。 

２．TBP-2の遺伝子欠損マウスの作製に成功した。 

３．vitamin D3や histone deacetylase 阻害剤による

誘導に関与する TBP-2遺伝子領域を同定した。 

４）チオレドキシン遺伝子制御機能の解析 

１．TRX 遺伝子について 

 TRX 遺伝子の誘導剤のスクリーニングシステム

を開発した。また、環境化学物質メチルコランスレ

ンによるアポトーシスの機構に TRX と ASK-1によ

る制御が重要であることを明らかにした。 

２．TMX について 

 TMX の生理機能の解析のため、ノックアウトマ

ウス作製の準備として、ゲノムクローニングを行い、

ターゲットベクターを作製した。 

５）HIF-1の研究 

１．FIH が histone deactylase（HDAC）と直接分子

会合をしていることを見出した。 

２．HIF-1a の TAD-C（アミノ酸配列が30程度）を

細胞内に過剰発現すると効率よく HIF-1依存的な

遺伝子発現が抑制されることを見出した. 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］Glycosylation inhibiting factor (GIF)、
Thioredoxin (TRX)、TBP-2/VDUP-1、
HIF-1、redox、oxidative stress 

 

⑪【強相関電子技術研究センター】 
（Correlated Electoron Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究センター長        ：十倉 好紀 

副研究センター長：赤穗 博司 

総 括 研 究 員：赤穗 博司 

 

所在地：つくば中央第4 

人 員：15（13）名 

経 費：432,820千円（419,825千円） 

 

概 要： 

 既存のエレクトロニクスの延長では到達できない、

革新的な量子材料・量子効果デバイスの創製を目的と

して、また近年急速に進展しつつある強相関電子物理

の概念に基づいて、強相関電子系相制御技術、超格子

物質・接合作製技術、強相関デバイスプロセス要素技

術、強相関フォトニクス物質、量子位相制御理論、な

どの電子材料・電子技術を開拓する。この強相関電子

の概念を中核とした革新的な電子技術については、即

応型の技術開発や従来電子技術の進展を狙うものでな

く、強相関電子の相制御の概念を中核とした、革新的

な電子技術の創成を目的とする。すなわち、 新の強

相関電子基礎科学の進展を踏まえて、強相関電子技術

を発展させるための学理の「構築」と「実証」と「発

信」までを一貫して行う。これは、強相関電子の持つ

大きな、広範な可能性に賭けた原理探索型研究であり、

新科学技術分野創成をするような独創的成果を挙げる

ことを目指す。 

 この目的を達成するために、本研究センターでおこ

なう強相関電子技術研究の具体的な課題を次に挙げる。 

１．巨大磁気抵抗、巨大磁気光学効果、光電応答型磁

性物質（光金属・光磁石）創製など、従来の常識を

越える、光・磁気・伝導結合型の新しい電子物性・

電子機能の開拓。 

２．量子臨界相制御を中心とする、強相関電子系の新

電子機能の探索、特に圧力および電界効果に基づく

強相関系物性制御。 

３．広い波長域で超高速（テラヘルツ）応答をしめす、

強相関フォトニクス材料・巨大光学応答材料の開
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拓・設計。 

４．人工格子強相関新物質の創製と接合・界面の新規

物性・機能の開発。 

５．強相関電子系デバイスプロセス要素技術の開発と

強相関電子デバイス構造プロトタイプの開発。 

６．強相関電子系の機能理論および量子位相の制御を

中心とする強相関エレクトロニクスの原理提案。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省科学研究費補助金「二次元有機半導体による

圧力下中性イオン性転移」 

 

文部科学省科学研究費補助金「有機強相関電子系の電界

効果ドーピング」 

独立行政法人科学技術振興機構「相関電子コヒーレンス

制御」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「強相関界面エンジニア

リングによるスピントンネル機能の巨大化」 

 

発 表：誌上発表44（43）件、口頭発表140（68）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
強相関相制御チーム 

（Correlated Electron Phase Control Team） 
研究チーム長：橘 浩昭 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 強相関電子のスピン－電荷－軌道の各自由度を活用

して、機能的に興味ある電子相の間の臨界状態を生成

し、その制御手法を開発する。特に強磁性－反強磁性、

金属（超伝導）－絶縁体、中性－イオン性など、伝

導・磁気・光物性の劇的転換を伴う相転移物質・材料

（遷移金属酸化物・カルコゲン化物、有機π電子系物

質）の開発を行う。これらを用いて、他チームとの共

同により、電場・磁場・光などによる高速かつ入力敏

感な相制御技術を開拓する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

強相関物性チーム 

（Correlated Electron Physics Team） 
研究チーム長：高木 英典 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 量子臨界相の創成、電界効果トランジスタ（FET）
ケミストリーを主なアプローチとして、エキゾチック

超伝導・磁気伝導など強電子相関の生み出す新奇な物

性、電子機能を開拓することを主な目的としている。

(1)物性の宝庫である「量子臨界相」の創成と確認に

は高圧下での物性探索が重要となる。このための極限

物性評価測定系を整備し、世界でも有数の超高圧・極

低温実験環境を生成する。センターの誇る結晶ラボで

作製する結晶群を極限環境下に置き、量子臨界相に発

現する新しい物性を探索する。(2)強相関電子系のバ

ルク単結晶と薄膜、その表面加工によって、電界効果

トランジスタ（FET）を構築し、電界誘起モット転

移（絶縁体－金属転移）、超伝導、強磁性などの物性

を探索する。モット FET をベースにした、強相関半

導体のデバイス物理を構築する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

強相関フォトニクスチーム 

（Correlated Electron Photonics Team） 
研究チーム長：岡本 博 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 強相関電子系において、超高速光スイッチング現象

を実現する。具体的には、組成を精密制御した単結晶

（遷移金属酸化物、カルコゲン化物、有機電荷移動錯

体）および酸化物エピタキシャル薄膜において、光励

起による電荷、軌道（格子）、スピンのダイナミクス

を測定し、その機構を解明する。結果をもとに、光ス

イッチング現象に適した物質系の設計指針を示す。物

質開発を行なう他のチームと連携し、光スイッチング

現象の探索を進め、超高速光制御技術を確立する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

強相関超構造チーム 

（Correlated Electron Superstructure Team） 
研究チーム長：川崎 雅司 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 強相関電子の界面学理の確立と新機能開発を主題と

して、原子平坦界面における物性・デバイス研究と、

薄膜エピタキシーによる物質開発を行う。強相関デバ

イスの巨大応答を担う電子は、電子相関の強さゆえに

ヘテロ界面で物性が強く擾乱を受け、デバイスの高性

能化や設計が困難となっている。新規な界面物性プロ

ーブを独自開発して強相関電子の界面物性の理解と制

御法の開発を行う。また、界面エネルギーによる準安

定相の合成や新規な超格子設計を駆使して、強相関低

次元構造の人為的な構築による新規物質の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

強相関デバイスチーム 

（Correlated Electron Device Team） 
研究チーム長：赤穗 博司 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 酸化物を用いた強相関電子デバイスの作製プロセス
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を新規に構築開発し、強相関電子デバイス学理に基づ

くデバイス雛型の構築、また、試作モデルに基づくデ

バイス機能の検証を行う。具体的には、デバイスプロ

セス技術として、汎用性の高い標準プロセス技術（数

ミクロンレベルのデバイス構造作製）と 先端技術を

駆使したアドバンストプロセス技術（サブミクロン以

下のデバイス構造作製）を同時並行で開発する。さら

に、これらプロセス技術を駆使して、強相関トンネル

デバイス、強相関電界効果デバイス、強相関スピン注

入デバイスなどの強相関デバイス構造を設計・作製し、

その基本特性を評価することにより、強相関デバイス

機能の実証を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

強相関理論チーム 

（Correlated Electron Theory Team） 
研究チーム長：永長 直人 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 強相関電子系の基礎理論を明らかにすることで、新

しい原理に基づく伝導性、光学的、磁気的機能を実現

するための学理を確立し、同時に適切な物質系の提案

を行う。具体的には、(1)量子位相が現れるホール効

果、スピンカレント生成、ファラデー効果、磁気カイ

ラル光学効果、(2)構造相転移、超伝導、磁気秩序な

どの多重臨界点近傍の巨大応答、(3)非線形光学の主

役を担うと期待される強相関電子系電荷移動励起子、

などの理論を構築する。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］強相関電子系相制御技術に関する研究 

［研究代表者］橘 浩昭（強相関電子技術研究センター

強相関相制御チーム） 

［研究担当者］十倉 好紀、長谷川達生、富岡 泰秀、 

熊井 玲児、堀内佐智雄、赤星 大介、 

阿部 恭、岩住ひろ美、大串 研也、 

高橋 幸裕（職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

(1) A サイト秩序型ぺロブスカイト型マンガン酸化物、

Ln1/2Ba1/2MnO3(Ln=La-Dy)において、Ln を系統的

に変化させたときに、強磁性（または層状反強磁性）

金属状態と電荷・軌道整列絶縁体状態が、室温以上の

高温で相競合すること（多重臨界状態）を明らかにし

た。また、A サイト固溶型ペロブスカイト型マンガン

酸化物においても、系のランダムネスと電子バンド幅

の両方を系統的に制御した電子相図を完成した。これ

らにより巨大磁気抵抗（CMR）発現機構における、

多重臨界点近傍のランダムポテンシャルによる重要で

新しい効果－臨界相ゆらぎの増強とその凍結状態（ナ

ノスケール相分離）－を明らかにした。 

(2) ドナー－アクセプター（DA）鎖間にも強いトラン

スファーを有する中性－イオン性相転移系において、

軌道放射光を用いた高圧下での X 線回折実験により、

DA 間の二量体対形成による強誘電的な構造変化が生

じていることを明らかにした。 

(3) 電界効果型トランジスタ（FET）構造を用いた縦

電場効果の実験が、有機モット型絶縁体単結晶に有効

な手段であることを見いだした。 

(4) 軌道放射光を用いて、アンビルセルで15GPa まで

の部分構造の解明、およびクランプセルで0.7GPa で

の構造解析がいずれも室温から10K 程度までの低温

で可能になった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ペロブスカイト型マンガン酸化物、有機

π 電子系物質、軌道放射光 

 

［テーマ題目２］強相関電子物性の開拓に関する研究 

［研究代表者］高木 英典（強相関電子技術研究センタ

ー強相関物性チーム） 

［研究担当者］伊藤 利允、井上 公、竹下 直、 

寺倉千恵子、上野 和紀 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 SrTiO3を舞台に電界効果トランジスタ（FET）構築

の試みを継続し、明確な飽和特性、ON/OFF 比100の良

好な特性を示すデバイス作製に成功した。KTaO3トラ

ンジスタへと展開し、SrTiO3よりさらに良好な特性を

示すことを見出した。ON/OFF 比は104に及び、移動度

は0.4cm2/Vsec に達する。また極低温で界面に金属的

な状態を実現することに成功し、その機構を提唱した。

マンガン酸化物、バナジウム酸化物などに同じ手法を適

用し、強相関 FET 構築を進めた。量子相制御のプロジ

ェクトではブリッジマン型の圧力セルで物性測定用の静

水圧装置としては世界 高水準の10GPa の発生に成功

した。これと希釈冷凍機を組み合わせることで、

100mK，10GPa の極限環境が実現される予定である。

昨年までに開発した圧力装置を用いて、強相関酸化物・

有機物の臨界相の開拓が行われた。昨年発見した量子ス

ピン液体の磁場誘起液体－固体相転移について、転移の

詳細を明らかにし、転移の機構を議論した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］強相関遷移金属酸化物、量子臨界相、酸

化物電界効果トランジスタ、超高圧物性 

 

［テーマ題目３］強相関フォトニクス技術に関する研究 

［研究代表者］岡本 博（強相関電子技術研究センター

強相関フォトニクスチーム） 

［研究担当者］沖本 洋一、小笠原 剛、冨本 慎一 

（職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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(1) 数種類の強磁性体（ペロブスカイト型遷移金属酸化

物およびスピネル型遷移金属カルコゲナイド）におい

て、光誘起スピンダイナミクスを系統的に調べた。そ

の結果、「光励起による磁化の減少に要する時間は、

その磁性体の結晶磁気異方性の大きさにスケールされ

る」という知見が得られた。これは、強磁性秩序の高

速制御のための極めて重要な物質設計指針を与えるも

のと考えられる。 

(2) コバルト酸化物において、光キャリアドーピングに

よる電子状態変化の励起強度依存性と温度依存性を測

定した。室温において観測されるドーピング量に強く

依存した中赤外域の超高速のスペクトル変化は、強相

関電子系のモット転移が光照射によって生じたことに

よるものであることが明らかとなった。 

(3) バナジウム酸化物において、光励起による軌道整列

の融解－回復のダイナミクスの励起光強度依存性およ

び温度依存性を調べた。軌道整列の融解は、200フェ

ムト秒以内で生じ、低温では一光子あたり約60バナジ

ウムサイトに及ぶ高効率で生じることがわかった。一

方、系の熱平衡化による軌道整列の回復も、数ピコ秒

以内に生じる。以上の結果から、軌道整列の光による

超高速制御が可能であることが示された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光スピン制御、超高速スイッチング、モ

ット転移、強磁性体 

 

［テーマ題目４］超格子薄膜・接合作製技術に関する研

究 

［研究代表者］川崎 雅司（強相関電子技術研究センタ

ー強相関超構造チーム） 

［研究担当者］澤 彰仁、山田 浩之、松野 丈夫、 

藤井 健志、小高 秀文 

（職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

(1) Mn ペロブスカイト薄膜上に各種絶縁体超薄膜を積

層した単一へテロ接合界面に非線形磁気光学効果

（MSHG）を応用し、界面磁性（厚さ約1nm）を選

択的・直接的に観測することに成功した。スピントン

ネル接合の構成要素であるヘテロ界面で磁性を抑圧す

る界面電荷移動を相殺するように界面設計を行い、実

際に界面磁性の劇的な増強を確認した。本手法の確立

は独自性の高い強相関界面研究を可能にする貴重なブ

レークスルーであると言える。 

(2) エピタキシャル安定化により、自然には存在しない

化合物を含む Sr2MO4（M=V，Cr，Mn，Co）の単結

晶薄膜合成に成功し、M の変化による電子状態の変

遷を光学的評価から明らかにするとともに Co 系で

Tc=250K の2次元強磁性金属新物質を発見した。 

(3) エピタキシャル歪を制御した一連の SrRuO3薄膜に

ついて磁気光学効果やホール効果の測定を行い、理論

チームによるベリー位相の理論予測（運動量空間にお

ける磁気単極子の存在）を実証した。フォトニクスチ

ームに提供した高品質2次元銅酸化物薄膜の系統的な

非線形光学効果実験により、巨大な感受率の実現には

低次元性が重要であると結論できた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］界面エンジニアリング、スピントンネル

接合、抵抗スイッチ、原子層エピタキシ

ー 

 

［テーマ題目５］強相関デバイスプロセス技術に関する

研究 

［研究代表者］赤穗 博司（強相関電子技術研究センタ

ー強相関デバイスチーム） 

［研究担当者］山田 寿一、佐藤 弘、石井 裕司、 

藤本 英司、小田川明弘 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

(1) デバイスプロセス技術：標準プロセス技術では、新

規バッキングプレート導入による高品質遷移金属酸化

物薄膜の開発、感光性ポリイミドによる新規層間絶縁

膜作製技術の開発、およびランプエッジ形成のための

エッチング条件の 適化を行った。また、これらの技

術を用いてランプエッジ型 La-Sr-Mn-O スピントン

ネル接合作製プロセスの開発を進めた。アドバンスト

プロセス技術では、500nm 以下の酸化物系微小パタ

ーン作製技術、および100×100のアレイ構造を持つ線

幅100nm の超構造体作製技術の開発を行った。 

(2) 強相関トンネルデバイス：非線形磁気光学効果によ

る界面磁性評価をもとに、LaAlO3バリアをもつ La-
Sr-Mn-O スピントンネル接合において磁気抵抗比の

飛躍的向上（10K において MR 比150%）に成功した。 

(3) 強相関電界効果デバイス：電極／Pr-Ca-Mn-O／

電極の多層膜構成において、電界パルス印加により、

室温下で数103％以上の抵抗変化スイッチング現象の

実現に成功した。 

(4) 強相関スピン注入デバイス：ペンタセンをチャンネ

ル層とし、チャンネル長70nm のスピン注入型有機デ

バイスの試作を行うとともに、素子のスピン注入機能

の基本特性を評価した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］強相関デバイスプロセス、スピントンネ

ルデバイス、抵抗変化スイッチング素子 

 

［テーマ題目６］量子位相制御理論に関する研究 

［研究代表者］永長 直人（強相関電子技術研究センタ

ー強相関理論チーム） 

［研究担当者］MISHENKO Andrey、小野田 勝、 

妹尾 仁嗣（職員0名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
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(1) 磁性と電気伝導の結合を用いた新規な機能を理論的

に開拓した。具体的には(a)運動量空間における磁気

単極子を SrRuO3の大規模第一原理計算により実証し、

異常ホール効果の異常な振る舞いをほぼ完全に再現し

た。(b)2次元の強磁性金属における量子化異常ホー

ル効果を理論的に見出した。(c)GaAs などの半導体

における電場によるスピンカレント生成を理論的に予

言した。 

(2) バナジウム酸化物の t2g 電子における軌道自由度の

1次元的なダイナミックスを明らかにするとともに、

相図及び物性を統一的に説明した。 

(3) マンガン酸化物における電荷秩序（CO）と CMR
に関して(a)層間にフラストレーションが発生する層

状ペロブスカイト系における2次元秩序、特異な臨界

現象を予言した。(b)多重臨界現象のスケーリング則

を予言し、実験との一致を得ることで CO と強磁性の

揺らぎが臨界的に増大していることを立証した。(c)
多重臨界現象における乱れの効果をモンテカルロ法で

調べ、それが巨大磁気抵抗を強めることを見出した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ベリー位相工学、異常ホール効果、多重

臨界巨大応答 

 

⑫【次世代半導体研究センター】 
（Advanced Semiconductor Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：廣瀬 全孝 

副研究センター長：河村誠一郎、金山 敏彦、 

         竹原 淳一、長谷川英一 

総 括 研 究 員：金山 敏彦 

 

所在地：つくば西7、西5D、西5E、中央第4、中央第2 

人 員：33（27）名 

経 費：2,649,806千円（930,228千円） 

 

概 要： 

 本研究センターは、半導体 MIRAI プロジェクト

（NEDO プロジェクト 次世代半導体材料・プロセス

基盤技術開発）の遂行を、 も重要なミッションとし、

先端半導体技術の研究開発を産業界・大学の研究者

と協力して展開している。特に、2010年に量産が開始

される45nm 技術世代半導体に必要とされる新技術開

発を成功させると共に、それ以降の技術世代に拡張で

きる技術体系を構築し、産業界においてタイムリーに

成果が実用化されることを目的とする。厳しい時間的

制約の中で、科学的な知見に基づいた技術開発をスピ

ーディに行い、実用化可能な成果を産業界に移転し、

我が国の半導体産業の発展に貢献する。 

 当センターは、半導体 MIRAI プロジェクト遂行の

ために、技術研究組合 超先端電子技術開発機構

（ASET）を通じて参加する民間企業25社からの研究

者・技術者および17の大学研究室からの参加メンバー

と、共同研究体を組織している。研究者は出身母体に

関わりなく、研究テーマに対応する次の5つのグルー

プに所属し、各グループリーダの下で研究を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 次

世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム 

「次世代半導体材料・プロセス基盤技術開発 次世代半

導体材料・プロセス基盤技術開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 次

世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム 

「極端紫外線（EUV）露光システムの基盤技術開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「光コンポーネント間の多

自由度完全自動調芯」 

 

財団法人日本産業技術振興協会「10Gbps イーサネッ

ト・トランシーバ LSI の研究開発」 

経済産業省 産業技術研究開発委託費「印刷画像向きデ

ータ圧縮方式の標準化」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費「顕微光電子分光

法による材料・デバイスの高度分析評価技術に関する研

究」 

 

財団法人日立地区産業支援センター 平成15年度戦略的

基盤技術力強化事業「光硬化型ナノ金型に関する研究開

発」 

 

発 表：誌上発表55（48）件、口頭発表160（63）件、 

その他8件 

-------------------------------------------------------------------------- 
高誘電率材料ゲートスタック技術グループ 

（Gate Stack Technology with High-k Materials 
Group） 
研究グループ長：鳥海 明 

（つくば西7、西5E、中央第4、中央第2） 

概 要： 

 半導体集積回路の微細化と高集積化を今後も続ける

ためには、集積回路の中で電流を制御する役割を果た

しているトランジスタのゲート絶縁膜を、1nm 以下

にまで薄くする必要があり、量子力学的なトンネル効

果によるリーク電流が顕在化する。この問題を解決す

るには、誘電率の高い新しい材料、高誘電率（High-
k）材料を採用する必要がある。High-k 材料を使う
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と、厚い膜を使っても電気的には膜を薄くしたことに

等価になり、漏れ電流の抑制が可能になる。High-k
材料としては、ハフニウムやアルミニウムの酸化物な

どが有力な候補材料だが、使える厚さは高々5nm 程

度に限られる。そのため、このような新材料を使いこ

なすには、シリコンとの界面を乱すことなく、欠陥の

ない薄膜を形成する技術が必要となる。当グループで

は、45nm 技術世代のトランジスタに必要な高誘電率

ゲート絶縁膜や金属ゲート電極などのゲートスタック

新材料とその形成プロセス、材料内部や界面の原子構

造・欠陥の新計測法を開発している。また、新ゲート

スタック材料で作製したトランジスタの特性評価とモ

デリングや信頼性に関する研究などを総合的かつ同時

進行的に進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

低誘電率材料配線モジュール技術グループ 

（Interconnect Module Technology with Low-k 
Materials Group） 
研究グループ長：吉川 公麿 

（つくば西7、西5D、西5E、中央第2） 

概 要： 

 集積回路の内部では、銅の配線が何層にも張り巡ら

されて、信号を伝達しているが、これを微細化すると、

配線同士の距離が近くなるために、お互いの負荷が増

して、思うようにスピードが上がらず、かえって消費

電力が増えてしまう。この状況を避けるには、配線を

支える絶縁材料を誘電率の低いものに、つまり低誘電

率（Low-k）材料に置きかえねばならない。当グルー

プでは、比誘電率2以下の超低誘電率で、配線構造形

成に耐えうる機械的強度を持つ Low-k 新材料を、分

子・ナノレベルの材料制御に基づいて開発することが

目標である。均一な材料でこれだけ低い値を出すには

限界があり、酸化シリコンなどに nm レベルの空孔を

高い密度に導入した、多孔質材料の採用が必要となる。

この絶縁膜は配線を支えるのが役目なので、必要な機

械強度や加工プロセスへの耐久性を持たせることが課

題で、多層配線モジュールを実現するために、超低誘

電率多孔質新材料の開発と同時に、配線構造形成プロ

セス技術の開発を進めている。また、必要な分子・ナ

ノレベルの物性評価技術を開発している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

新構造トランジスタ及び計測解析技術グループ 

（ New Transistor Structures and Measurement/ 
Analysis Technology Group） 
研究グループ長：高木 信一 

（つくば西7、中央第4、中央第2） 

概 要： 

 当グループの目的は、45nm 技術世代以降の極微細

トランジスタが直面する物理的・工学的限界を打破で

きる、新しいデバイス構造やプロセス技術の開発と、

そのために必要となる原子スケールの計測技術の研究

開発である。トランジスタの性能を上げるには、シリ

コンの材料限界をも超えることが必要となってきてい

るが、シリコンよりも原子半径が大きなゲルマニウム

を含む層の上にシリコンの結晶を成長させ、シリコン

の結晶を引き伸ばすと、シリコンそのものを使いなが

ら、電子や正孔の移動速度を上げることができる。当

グループでは、この「ひずみシリコン」を絶縁膜上に

形成したひずみ SOI（Silicon on Insulator）を作製

する技術を開発し、これを使った回路試作で、普通の

シリコンに作った回路に比べて動作速度が速くなるこ

とを実証した。また、微細化のためには、トランジス

タ内部の不純物原子の分布を nm レベルの極めて高い

分解能で計測しなければならない。この要求に応える

ために、走査プローブ顕微鏡を用いて1個1個の不純物

原子の位置を捕らえる技術やシリコンの応力分布を測

定する技術を開発している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

リソグラフィ・マスク関連計測技術グループ 

（Lithography and Mask Related Metrology and 
Inspection Group） 
研究グループ長：寺澤 恒男 

（つくば西7、中央第2） 

概 要： 

 半導体集積回路の微細な構造は、回路パターンを光

学的に縮小して焼き付ける、リソグラフィーという方

法で作られるが、微細化に伴って、パターンの寸法や

形状を計測する技術にも、驚異的な精度が要求される

ことになる。当グループでは、0.5nm の精度でパタ

ーンの寸法を計測するために、原子間力顕微鏡 AFM
（Atomic Force Microscope）を測長に使う技術を開

発している。また、パターンが微細になると、リソク

グラフィーのプロセスは、それだけ小さな欠陥やごみ

の微粒子の影響を受けることになり、これらを検出す

る技術も新たな開発が必要になる。波長13.5nm の極

端紫外線（EUV）を使うリソグラフィー用マスクの

欠陥検査を、高速・高精度で行う技術の開発、および、

収束した極端紫外線を用いて直径50nm 程度の微粒子

でも組成分析ができる技術の開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

回路システム技術グループ 

（New Circuits and System Technology Group） 
研究グループ長：樋口 哲也 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体集積回路を微細化し高集積化すると、どうし
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ても信号の遅延や素子性能のばらつきが顕在化するこ

とが問題となっている。集積回路を作った後で、この

ようなばらつきの調整が可能となれば、極限まで性能

を引き出すことができる。当グループでは、事後調整

を許す回路構成技術と、このような調整を適応的に行

う技術の開発を進めている。適応調整には、遺伝的ア

ルゴリズムなどを使って、多くのパラメータを短時間

で 適化する方法を用いる。ディジタルシステムの内

部では、それぞれの回路ブロックがクロック信号に従

って同期をとりながらデータをやりとりし、複雑な情

報処理を行っているが、もし、一つでも処理速度の遅

いブロックがあると、そこでデータの流れが滞り、正

常な動作ができなくなる。これを解決するために、信

号の伝達時間を自由に遅らせることのできるプログラ

マブル遅延回路を導入し、自動的にタイミング調整す

る技術を開発した。この方法により、回路ブロックの

処理速度にばらつきがあっても、限界まで高速に動作

させることや、低い消費電力で動作させることが可能

になる。このような調整技術が、さまざまな回路の性

能向上に有効であることを実証することが、目標であ

る。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高誘電率材料ゲートスタック技術の研

究開発 

［研究代表者］廣瀬 全孝(次世代半導体研究センター) 

［研究担当者］鳥海 明、森田 行則、宮田 典幸、 

安田 哲二、右田 真司、太田 裕之、

水林 亘、玄 一、他 

（職員6名、他26名） 

［研 究 内 容］ 

 65nm から32nm 以細の技術世代を見据えた LSI 技術

開発の要として、高誘電率（high-k）ゲート絶縁膜、メ

タルゲート電極材料について、新規性の高い要素プロセ

ス技術および概念実証機を開発することが目的である。

またデバイス作製・特性解析を通じて、 high-k 
MOSFET の移動度劣化メカニズムを解明するとともに、

ゲートスタックとしての性能を実証し、信頼性を明らか

にする。今年度は、酸化膜等価換算膜厚（EOT）

1.0nm の high-k 膜とメタルゲートを採用した MOSFET
で、リーク電流9×10-2A/cm2以下を達成することを目標と

した。 

 High-k ゲート絶縁膜材料として HfAlOx（ハフニウ

ムアルミネート）を選択し、成膜技術として膜厚方向の

原子スケール組成制御に適した LL-D＆A（Layer-by-
Layer Deposition & Annealing）法を新規に開発した。

本方法により、膜中の不純物炭素濃度を従来の ALD
（Atomic Layer Deposition）法に比べて50%以上低減

できた。また、本方法の新概念を取り込んだ概念実証

（POC）機の開発を進めた。LL-D&A 法による high-k

膜を使った MOSFET を試作し、酸化膜換算膜厚 EOT= 
0.95nm で TaN メタルゲートにより、100℃でのゲート

漏れ電流6.7×10-3A/cm2を達成した。多結晶 Si ゲート

トランジスタにおいて EOT=1.3nm で電子移動度μ

n=240cm2/Vs を達成した。TaN メタルゲートにおいて、

EOT=1.0nm で電子移動度μn=190cm2/Vs を達成した。

これは世界トップの値である。 

 High-k 膜に起因する MOS トランジスタの移動度劣

化の原因を解明する解析モデルを提案し、high-k FET
の移動度は high-k 膜起因のリモート・クーロン散乱お

よび非クーロン散乱により決まることを示した。今回開

発した移動度モデルにより high-k 膜の高品質化と移動

度向上への指針を得る枠組みが出来た。 

 以上のように、目標としていた、high-k 膜のゲート

リーク電流は十分にクリアした。また、新しく提案した

成 膜 法 （ LL-D ＆ A:Layer-by-Layer Deposition & 
Annealing 法）の概念実証機（POC 機）の開発も、こ

れまでの実験機によりアイディアの妥当性が立証された。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］高誘電率ゲート絶縁膜、メタルゲート、

MOS トランジスタ、移動度 

 

［テーマ題目２］低誘電率材料配線モジュール技術の研

究開発 

［研究代表者］廣瀬 全孝(次世代半導体研究センター) 

［研究担当者］吉川 公麿、清野 豊、秦 信宏、 

吉野 雄信、他（職員2名、他37名） 

［研 究 内 容］ 

 65-45nm 技術世代以降に対応する低誘電率（Low-
k）層間絶縁膜材料と、これを用いた高性能銅配線モジ

ュールの基盤技術を開発することを目的とする。Low-k
材料を出発原料の分子構造まで立ち戻って設計し、新成

膜プロセスを開発する。また、Low-k 膜の構造・化学

結合状態を分子・ナノレベルで計測する技術の開発によ

り、材料開発を加速する。比誘電率2.0-1.5の極限低誘

電率材料を用いた配線モジュール技術の要となる、プロ

セス耐性と機械的強度を備えた Low-k 材料と、これを

用いた多層配線形成のための要素プロセス基盤技術を開

発する。 

 これまでに開発してきた周期構造の多孔質シリカに加

えて、円筒状のナノポアを非周期的に含む新しい構造の

多孔質シリカ材料を開発した。この材料は、特性が等方

的であるだけでなく、低誘電率性、機械強度が共に優れ

る。実際、比誘電率 k=2.0、ヤング率8GPa（世界

高）を実現し、単膜での耐圧5MV/cm、リーク電流 

10-9A/cm2@1MV/cm を実証して、この新材料の実用化

に向けて大きく前進した。多孔質シリカ材料の空孔鋳型

となる界面活性剤の分子構造や壁材料の強化プロセス技

術の開発により、空孔率と材料強度の独立な制御を可能

にした。この技術と理論シミュレーションに基づいて、
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複数の技術世代に適用可能（スケーラブル）な低誘電率

絶縁材料開発の指導原理を確立した。また、複数の有機

原料分子をプラズマ共重合させる技術を用いて Low-k
膜を成膜し、反応前駆体の選択により機械強度（ヤング

率）を向上できることを実証した。さらに、世界で初め

て300mm ウェーハ上でプラズマ共重合 Low-k/Cu 配線

構造を形成し、特性評価を行った。 

 ポーラス Low-k 材料の空孔構造を、X 線散乱法・X
線回折法や分光エリプソメトリ、窒素ガス吸着法、透過

電子顕微鏡観察を総合して解析する技術を開発した。中

でも、吸着エリプソメトリにより、非破壊高感度で空孔

構造を評価する方法の開発に成功し、ポーラス Low-k
材料開発の強力な支援ツールとして活用できるようにな

った。 

 ポーラス Low-k 膜を用いた配線モジュールのための

プロセス要素技術の開発を行い、ドライエッチング用の

ハードマスク形成技術などの課題を解決した。特に、プ

ロセスの成否が材料の機械強度に依存する CMP（化学

機械研磨）プロセスについて、摩擦力をその場計測する

方法を開発し、研磨レートの解析に成功した。また、研

磨レートが従来はプレストンの式に従い荷重で決まると

考えられていたが、摩擦力に比例することをはじめて明

らかにした。 

 以上のように、Low-k 材料開発は本年度に大きく進

捗し、多孔質材料の空孔率と材料強度の独立な制御が可

能になり、これに基づいて複数の技術世代に適用可能

（スケーラブル）な低誘電率絶縁材料の開発を行う基盤

ができた。ドライエッチや CMP 技術などのクリティカ

ルプロセス技術、および、関連する計測解析技術の体系

的な開発も進んでおり、この分野では他に例を見ない科

学的で体系的な研究開発が進められており、世界的にみ

て も強力な研究者集団となっている。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］低誘電率絶縁材料、化学機械研磨、ポー

ラスシリカ、プラズマ重合、吸着エリプ

ソメトリ 

 

［テーマ題目３］新構造トランジスタ及び計測解析技術

に関する研究 

［研究代表者］廣瀬 全孝(次世代半導体研究センター) 

［研究担当者］高木 信一、金山 敏彦、多田 哲也、

西澤 正泰、前田 辰郎、井藤 浩志、

Pobortchi Vladimir、Bolotov Leonid、
奥井登志子、他（職員5名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

 45nm 以細の技術世代においてトランジスタのスケー

リングによる素子性能の向上及び集積システムとしての

高機能化は様々な限界に直面する。これを打破できる新

しいデバイス構造や、加工プロセスの為の物質操作・プ

ロセスモニタリングなど、新プロセス技術を開発するこ

とを目的とする。特に、ひずみ SOI 基板の作製技術と、

これを用いた高移動度 CMOS 技術を開発する。また、

深さ10nm レベルの極浅接合形成技術、走査プローブ技

術を用いた10nm の空間分解能をもつ不純物濃度測定技

術、空間分解能100nm レベルの応力プロファイル測定

技術を開発する。 

 ひずみ SOI 素子実現の上で も重要な高品質緩和

SGOI（SiGe on Insulator）基板の作製方法として、

SiGe 層を高温で熱酸化すると Si のみが選択的に酸化さ

れて Ge が濃縮される酸化濃縮法を開発し、6インチウ

ェーハ全面に均一な SGOI 層が実現できることを実証

した。現在、8インチ SGOI ウェーハの開発を進めてい

る。また、酸化濃縮法で、極薄 SiGe 層や純 Ge 層の作

製に成功した。 

 ひずみ SOI nMOS、pMOS を試作し、ひずみのない

場合の移動度と比較して、Ge 濃度25%において、電子

移動度1.85倍、正孔移動度1.53倍の増大を得た。さらに、

（110）面上のひずみ SOI 素子動作に初めて成功し、ひ

ずみのない場合と比較して、Ge 濃度17%において1.3倍

の電子移動度、Ge 濃度25%において、1.8倍の正孔移動

度増大を得た。また、ひずみを加えた高 Ge 濃度 SGOI
を用いてトランジスタを試作し、10倍以上の大幅な正孔

移動度増大を実現した。 

 超薄膜ひずみ SOI トランジスタの動作特性とその温

度依存性を解析し、a) ひずみ Si 層厚 Tsi には、量子閉

じこめ効果や MOS 界面散乱などでキャリア移動度の低

下を起こさせないための下限値（4nm）が存在する、

b) TSi は、短チャネル効果抑制に必要な値以下で、か

つ応力緩和が生じる臨界値よりも小さいことが必要、c) 
さらに、正孔移動度μh を増加させるために、一定値

（40%）以上の Ge 濃度が必要など、CMOS 用ひずみ

SOI 構造の設計指針を確立した。 

 極限的な浅接合形成のために Si 表面に固定電荷とし

て作用する不純物含有 Si クラスター層を形成する方法

を試み、クラスターから Si 基板への電荷移動によりホ

ール生成と反転層形成を実証した。この電荷移動型極浅

接合形成の有用性をシミュレーションにより検討し、通

常構造のソース・ドレインを有する MOS トランジスタ

よりも短チャネル効果に優れていることを明らかにした。 

 微細デバイス構造における Si の応力分布を高い空間

分解能で計測するために、禁制偏光配置を採ることでバ

ックグラウンド信号を抑制しながら、金属プローブ先端

からの散乱光で局所的にラマン信号を励起する方式の走

査型プローブラマン分光法を開発し、100nm レベルの

空間分解能を達成した。また、Si 基板の表面に、C60な

どのマーカ分子を付着させ、その分子準位を、走査型ト

ンネル顕微鏡を用いた共鳴トンネル分光で検出すること

により、Si 基板表面の局所的なポテンシャル分布の計

測に成功した。 

 上記のように、ひずみ SOI の基板製造技術は、酸化
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濃縮法という独自のプロセスを開発して既に高い完成度

に到達している。素子技術についても極薄 SOI や(110)

面方位の活用、Ge 濃度の高いひずみ SiGe チャネル

pMOS FET の高移動度実証など、新構造トランジスタ

開発にめざましい進展が見られ、この分野では、世界の

先端に位置する競争力のある成果を得ている。また、

極浅接合形成技術、および高空間分解能の不純物分布や

応力分布の計測技術についても、独創的な新原理手法の

実証を達成した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ひずみ SOI CMOS、移動度、走査型プ

ローブラマン分光法、走査型トンネル顕

微鏡 

 

［テーマ題目４］リソグラフィー・マスク関連計測技術

の研究開発 

［研究代表者］廣瀬 全孝(次世代半導体研究センター) 

［研究担当者］寺澤 恒男、廣島 洋、権太 聡、 

富江 敏尚、屋代 英彦、黒澤 富蔵、 

錦織健太郎、金 相勲、他 

（職員5名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

 65-45nm 技術世代のリソグラフィに対応可能な計測

技術、特にシステム化を前提とした計測基幹技術の開発

を目的とする。今年度は特に、60nm サイズのマスク欠

陥検出の達成、AFM による0.8nm の CD（Critical 
Dimension）計測精度の実現、極紫外光電子計測による

100nm の微粒子分析同定、を目標とする。 

 65nm ノード対応マスク検査装置実現のため DUV
（深紫外、Deep Ultraviolet）光源を開発し、波長

199nm の連続出力として世界 高レベルの100mW 以上

を実現した。同時に DUV 対応の裏面照射型 TDI
（Time Delay and Integration）センサーを開発し、量

子効率60%、動作速度400M 画素／秒の高性能を得た。

この光源とセンサーをマスク欠陥検査装置として実用化

するために、企業との共同実験を推進中である。 

 EUV 光を用いる多層膜マスクブランクス検査技術に

ついては、シミュレーションにより位相欠陥と検出信号

との相関を明確化し、暗視野結像光学系と2次元アレイ

センサから構成される検査実験光学系を完成した。検査

速度は米国 LBNL（ローレンスバークレー国立研究

所）の実験値より1桁以上の優位を実現しており、検出

信号とバックグラウンドレベルの比も、LBNL より大

きな値が得られた。 

 寸法計測装置技術については、大口径ウェーハ上のパ

ターン寸法計測用の原子間力顕微鏡（CD-AFM）シス

テムを開発中である。要素技術として、試料粗動ステー

ジのドリフト0.5nm/min、AFM プローブスキャナ精度

0.2nm、レーザ干渉計モジュール精度0.05nm（世界

高精度）の性能を得て、要素ごとに目標精度を達成した。

以上により、8インチウェーハ対応プロトタイプ機にお

いて寸法計測装置としての総合精度0.8nm 達成の目途

を得、データ取得中である。 

 寸法計測用の基準パターンを作製するために、ステッ

プアンドリピート方式の光インプリント装置を開発し、

4インチウェーハ上の全面に自動インプリントでパター

ンが正常に転写されることを確認した。全チップで100

～300nm のラインアンドスペースパターンが再現性よ

く形成された。また、Si モールドをマスターモールド

としてスピンオングラス（SOG）に転写し、それを低

ラフネスモールドとして光ナノインプリントを行うプロ

セスを試みた。その結果、0.7nm 程度のラインエッジ

ラフネスを有する100nm ラインアンドスペースパター

ンの作製に成功し、低ラフネス基準パターン作製の目途

が得られた。 

 収束した極紫外光を励起源に用いて、光電子スペクト

ルを計測する技術の開発を進めている。磁気ボトルによ

り高い電子捕集効率を有する飛行時間測定システムにお

いて、光電子発生位置を数十ミクロンの精度で制御して

マイクロビームを集光することで、再現性良く大きな光

電子信号を得た。一方、大口径試料観察を目的とする場

合には、磁気ボトル方式の採用が困難であるため、これ

に代わる短飛行管群システムを提案し、設計を完了し実

験機を製作中である。 

 EUV（極端紫外線）リソグラフィとその関連計測用

の EUV 光源として、デブリフリーである貫通穴ターゲ

ットプラズマの発光の角度分布測定を行なった。結果、

実質的に放射角45度までは EUV 光を取り出せることが

分かった。また、ターゲットの高繰返し連続供給を目的

とした液滴ターゲットの実験では、液滴（1kHz）に追

従して10Hz で YAG レーザを照射できる装置を試作し、

EUV 光の発生を実証した。 

 マスク検査用に開発した、波長199nm の連続レーザ

光発生において、出力100mW は世界 高レベルであり、

マスク検査装置としての実用化評価に着手した。CD 計

測用として開発したレーザ干渉計モジュールの測長精度

0.05nm は、従来技術より約1桁以上高い精度である。

また、EUV 光を用いる光電子分光（EUPS）技術につ

いては、方式自体が全く新しいとともに、電子捕集効率

の確保と大口径試料（300ミリ）観察の両立を可能とす

る方式を提案し、実用化に大きく前進した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］深紫外光源、寸法計測用原子間力顕微鏡

（CD-AFM）、光インプリント装置、極

端紫外線リソグラフィ光源、光電子飛行

時間スペクトル 

 

［テーマ題目５］回路システム技術に関する研究 

［研究代表者］廣瀬 全孝(次世代半導体研究センター) 

［研究担当者］樋口 哲也、高橋 栄一、河西 勇二、 
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関田 巌、岩田 昌也、坂無 英徳、 

村川 正宏、梶谷 勇、他 

（職員8名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI の微細化・高集積化に伴い、素子特性や配線構造

の変動に由来する性能ばらつきが、顕在化する。また、

マイクロプロセッサの動作速度の高速化により、クロッ

クタイミングのずれが、重大な問題となる。これらの技

術的困難を、LSI 製造後に適応的に吸収し、高歩留、高

速、低消費電力を実現する回路構成技術と調整アルゴリ

ズムの開発を目的とする。デジタル回路において、遺伝

的アルゴリズム（GA）を用いて、30ps 単位での時間調

整が可能な適応型遅延回路構成技術を開発し、進化型計

算アルゴリズムの設計と実証を行う。 

 その一環として、高速デジタル回路のクロックスキュ

ーの適応調整技術を開発した。従来の10分の１の面積の

クロック遅延回路で30ps 刻み調整を実現した。この小

型化により、実証用 LSI での調整素子挿入のオーバー

ヘッドは5%未満に抑えることが可能になった。 

 遺伝的アルゴリズム（GA）によるクロックタイミン

グ調整により、1GHz クロックで設計された中規模 LSI
の25%高速化、55%低消費電力化、20%設計工数削減を

実証した。例えば、製造後調整前においては、

1.25GHz で電圧を1.2V から0.8V に下げると、動作歩

留まりは100%から0%に落ちてしまうが、調整後は、

100%の歩留まりを保つ。しかも、クロックを1.0GHz
から25%あげて1.25GHz にしても、100%の歩留まりを

達成できることが実証された。 

 高速データ転送のための GA 適応調整技術を開発し、

IEEE1394、USB で伝送速度4倍（1.6GHz）、伝送距離

3倍を実現した。本技術をもとに、産総研ベンチャーを

介した10ギガビットメタルイーサネットトランシーバ開

発の為の技術移転を行った。 

 半導体用の TCAD（Technology CAD）パラメータフ

ィッティングの GA による高効率化を行い、イオン注入

プロファイルに適用して有効性を実証した。この技術は、

共同研究先の（株）Selete で実用化された。 

 高精細印刷用の画像データを遺伝的アルゴリズムを用

いて圧縮する方式を開発してきたが、その成果に基づい

た国際規格原案が、7月にフランスで開催された国際標

準化委員会 ISO/IECJTC1/SC29/WG1で、2値画像符号

化に関する国際標準である ISO/IEC14492（JBIG2方

式）の追補として採用された。これにより、当研究グル

ープの研究成果をそのまま国際規格にすることができた。 

 上記のように、高速デジタル回路の適応クロック調整

技術においては、電源電圧を低減できることを世界で初

めて実証し、この方法は今後 LSI の微細化が進むほど

効果が出ると予想される。高速データ転送への適用にお

いて、伝送速度、伝送距離ともに従来技術の数倍の性能

を実現した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］製造後適応調整、遺伝的アルゴリズム、

クロックスキュー、高速データ転送、画

像データ圧縮 

 

⑬【サイバーアシスト研究センター】 
（Cyber Assist Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2004.7.14） 

 

研究センター長        ：中島 秀之 

副研究センター長：橋田 浩一 

総 括 研 究 員：橋田 浩一（兼務） 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：12（11）名 

経 費：280,700千円（195,473千円） 

 

概 要： 

 サイバーアシスト研究センターは、〈人間中心の情

報社会〉の実現に向けて、将来ビジョンを構想し、基

礎研究から要素技術の開発・統合、公共インフラや商

用化の構想・基本設計、共同研究や技術移転のコーデ

ィネート、PR や啓蒙活動まで、幅広い活動に取り組

んでいる。 

 モバイル機器、携帯電話などの情報通信機器や、ブ

ロードバンド、無線 LAN などのネットワークサービ

スが急速に普及するなかで、〈どこでも〉〈いつでも〉

ネットワークに繋がり、多種多量の情報をやり取りで

きる環境が広がっている。 

 こうした環境は、 近では〈ユビキタス情報環境〉

とも呼ばれている。しかし、真の〈ユビキタス情報社

会〉を実現するには、〈いま〉〈ここで〉〈わたしが〉

必要とするサービスが得られる環境が必要である。つ

まり、個々のユーザが抱くさまざまな情報への欲求が、

ごく自然に満たされる、柔軟な環境が求められている。

現在の〈情報社会〉には、そのような環境を現実のも

のにするためのビジョンがまだまだ不足している状況

である。 

 〈情報社会〉を支える技術やアイデアは、いまや地

域や国を超えて、グローバルな競争と協調のなかで進

化を続けている。日本の 先端技術もまた、その重要

な一画を占め、数多くの貢献をしている。サイバーア

シスト研究センターは、世界 高水準の技術資源・人

的資源の蓄積をベースに、外部の研究機関・企業など

の技術やアイデアを広く結集し、日本から世界へ向け

て、21世紀の〈情報社会〉のビジョンを発信し、国際

的なリーダーとしての役割を果たしている。 

 

研究ビジョンの3つの柱 

１）実世界＋デジタル世界＝〈サイバー空間〉の創出 
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 これまでの情報空間は、コンピュータを通してア

クセスできるデジタルな世界に限定されていた。し

かし将来は、デジタルな世界と実世界とを緊密に結

び合わせる情報技術が、本質的に重要である。次世

代への進化は、実世界を生きるあらゆる人々の、あ

らゆる生活の場面へと情報空間を拡張した〈サイバ

ー空間〉の創出が鍵を握ることになる。〈サイバー

アシスト〉という私たちのセンターの名称はこのよ

うな基本理念を象徴している。 

２）機械と人間が〈意味〉と〈状況〉を共有する世界

へ 

 サイバー空間とは、知的なセンサ網と制御システ

ムによって、実世界とデジタル世界が統合された空

間である。その実現には、「機械と人間とが、〈意

味〉や〈状況〉を共有するための技術」が必要であ

る。具体的には、(1) 位置にもとづく通信、(2) 知

的コンテンツ、の2つの大きな研究テーマを柱とし

ている。両テーマは深く関連し合いながら、〈無電

源携帯デバイス〉〈空間光通信システム〉〈意味に基

づく検索〉、〈対話する情報家電〉、〈マルチエージェ

ントサービスアーキテクチャ〉など、既存の枠組み

にこだわらない、テーマ横断型・異分野融合型プロ

ジェクトを構成している。 

３）“他のどこにもない”独自性と先駆性を追求する 

 情報空間における〈意味〉や〈状況〉の研究は、

従来、一方ではコンピュータ科学の分野で、他方で

は機械制御やロボット研究の分野で、それぞれに取

り組まれてきた。両分野の間では、技術レベルでの

相互交流や融合化研究は盛んに行われてきたものの、

次世代情報社会のビジョンにもとづく戦略的な取り

組みは、これまで例がなかった。世界で唯一、統合

的なプロジェクトを推進している研究機関が、サイ

バーアシスト研究センターである。デバイス設計や

情報インフラの規格設計から、共同研究コンソーシ

アムの組織化まで、独自性と先駆性の高い研究開発

を追求し、着実な成果を挙げている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業「人間中心の知的情報アクセス技術」 

 

財団法人テレコム先端技術研究支援センター SCAT 研

究費助成「認知科学オントロジーの協調的構築に関する

研究」 

 

総務省「建物内の位置履歴からのユーザモデリングに関

する研究」 

 

発 表：誌上発表25（16）件、口頭発表25（1）件、 

その他7件 

-------------------------------------------------------------------------- 
デバイス研究チーム 

（Device Team） 
研究チーム長：伊藤日出男 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 位置に基づく情報サービスのための近距離測位通信

システム（マイボタンシステム）を実現することを目

的として、低消費電力携帯情報通信端末とその基地局

である室内レーザレーダ測位通信装置の研究開発を遂

行中である。測位と通信にはセキュリティとプライバ

シの観点から、空間伝搬赤外光を用い、特に端末から

基地局への通信は、端末に装備された再帰反射率変調

通信モジュールによる光反射率変調通信により実現す

る。反射率変調通信の要素技術として、今年度はこれ

ら個々の通信要素の特性改善を実施した。反射率変調

素子としては、ポリマネットワーク液晶素子の光電気

特性を明らかにし、動作電圧3V 以下、通信速度

50bps 以上での無エラー通信を実現した。ビーム光を

偏向する素子の微小化と低消費電力化を図るため、ガ

ルバノメーターミラーによる偏向に換えて MEMS 技

術による一次元偏向鏡を開発した。耳掛け型・カード

型・ ID 発信機能型等の低消費電力携帯情報端末

CoBIT（Compact Battery-less Information Terminal）
を開発し、位置に基づく情報支援システムのプロトタ

イプを構築した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ソフトウェア研究チーム 

（Software Team） 
研究チーム長：森 彰 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 サイバーアシスト社会を実現するために必要なユビ

キタスコンピューティング環境を構成するためのソフ

トウェア基盤を開発することを目的とする。具体的に

は1) 組み込みコンピュータやセンサなどが、人手を

介さず自動的にネットワークを構成し、その上でアプ

リケーションが必要な通信相手を探しながら自律的に

協調動作するようなミドルウェアや、2) ユーザが日

常生活での動作や語彙を用いて「自然な体感」をもっ

て情報支援を受けられるための実世界ユーザインタフ

ェース機能、などを主に開発する。開発にあたっては、

相互接続性を重視したオープンプラットフォームの実

現にこころがけ、ハードウェア開発メーカとの協力を

密に取りながら実社会での広範に受け入れられる技術

を目指す 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

コンテンツ研究チーム 
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（Content Team） 
研究チーム長：橋田 浩一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 意味構造に基づく情報検索のインタフェースを改良

し、速度を向上させ、検索に辞書を利用する技術を開

発する。利用者の特性と状況に応じた情報支援技術の

実現性を検討する。文書の意味構造化作業の効率を高

める技術を開発する。インテリジェントコンテンツに

関する国際標準化および普及のための活動を進める。 

 検索のインタフェース改良により、インタラクショ

ンの意味を明確化し、検索の効率を高めた。速度の向

上と辞書の利用も今年度中に達成の見込み。情報支援

利用者の特性を推定する方法を考案した。状況依存情

報支援についてはデモシステムを作成した。文書の意

味構造化作業を効率化する方法を考案した。インテリ

ジェントコンテンツの国際標準化を進め、普及のため

の国内での組織作りを行なっている。インタラクティ

ブなプレゼンテーションのための多文書要約技術を開

発中。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

マルチエージェント研究チーム 

（Multiagent Team） 
研究チーム長：車谷 浩一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 ユビキタス情報環境によって実現される情報ネット

ワークへのアクセスとセンサー群による物理情報を利

用して、様々な情報サービスを実現するためのエージ

ェント群の枠組み（アーキテクチャ）を設計・実装す

る。具体的には、1) ユーザの状況に応じたサービス

連携のためのアーキテクチャ、2) 群ユーザ支援、す

なわち集団としての人間群への情報支援技術、3) 災

害時における情報支援インフラのシミュレーションと

実装について研究開発を行う。 

１）ユーザ・時空間推論・サービスエージェントから

なる CONSORTS アーキテクチャにおいて、①ユ

ーザ・機器・情報サービスを連携させて柔軟にユー

ザとのインタラクションを実現するシステム、②複

数の情報サービスを連携させてユーザの曖昧な要求

に応えられるナヴィゲーションシステムを設計・プ

ロトタイプ実装した。 

２）群ユーザ支援の例題として、人流・交通流におけ

る情報提示の方法の差異による効果、デマンドバス

における運行ルート生成の有効性をシミュレーショ

ンで検証した。災害救助における救助隊の派遣計画

において、個別に学習したニューラルネットワーク

の出力をオークションのプロトコルで組合せるとい

う機械学習の手法を開発し、またアドホックネット

による情報配信の有効性をシミュレータ上で確認し

た。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

インタフェース研究チーム 

（Interface Team） 
研究チーム長：西村 拓一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 位置に基づく情報支援を実現するために、パターン

認識技術と光技術を用いた小型携帯情報端末の第一バ

ージョン（無電源小型携帯情報端末：CoBIT）の研

究開発を行う「CoBIT プロジェクト」を立ち上げ推

進した。 

 本プロジェクトは、デバイス研究チームの中村嘉志

研究員をはじめとして通総研（障害者支援）、多摩美

大、会津大の研究者らとともに推進した。完全無電源

でユーザとのインタラクションを可能とする携帯端末

は本システムが唯一のものである。開発がほぼ完了し

た CoBIT の基本システムの事業化について、産総研

イノベーションズおよびベンチャー支援センターの支

援を受けベンチャー企業（サイバーアシスト・ワン）

を設立した。 

 また、CoBIT およびより高機能な低消費電力携帯

情報端末を用いた双方向のインタラクションによる知

的情報支援システムの構築を目指し、「イベント空間

情報支援プロジェクト」を立ち上げ、コンテンツチー

ムおよび国立情報学研究所や他の企業と連携しつつ研

究開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］位置に基づく通信デバイスの構築 

［研究代表者］伊藤日出男（サイバーアシスト研究セン

ターデバイス研究チーム） 

［研究担当者］山本 吉伸、林 新、加藤 一葉、 

星野 尚、内山 明男、大澤 俊一、 

岡 隆一、石川 博之、山田 直人、 

武田 昭信、川道 亮治、岸 芳三、 

楠 房子、小杉 一貴、平野砂峰旅 

（職員3名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるように、情

報システムが人間の表現を読みとり人間に合わせる技術、

知能情報技術と実世界に働きかけるシステムとの融合技

術、位置と状況に基づく次世代個人通信システム技術を

開発する。 

 個人の情報利用を支援し、情報弱者にも使いやすい知

的情報サービスシステムを提供する、位置と状況に基づ

く次世代個人通信システムの実現を長期的研究目的とし

て、位置情報を通信に用いたデバイスの研究を行い、ネ
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ットワーク上での知的情報サービスシステムである、

「室内レーザレーダ通信システムの研究開発」を実施す

る。第1期は室内レーザレーダ通信システムを構成する

i-lidar（TM）とマイボタン（TM）のプロトタイプの

研究開発を実施する。 

(1) 位置に基づく通信実装技術に関する研究 

・複数のカメラによるユーザ位置の特定に成功した。 

・レーザレーダによるユーザの測位により、複数ユー

ザの中から特定のユーザを選択し、追跡に成功した。 

・高速ビジョンチップによる光通信端末の発するデー

タの並列受信を実現した。 

・2軸偏向の MEMS ミラーによる光偏向技術を開発

する（未公開の知的所有権を有するため、一般公開

不可）。 

・レーザレーダと赤外 TV カメラによる測位通信装置

により、複数のユーザの中から特定のユーザに対し

て個別の情報通信を実現する（未公開の知的所有権

を有するため、一般公開不可）。 

(2) 低消費電力光通信端末に関する研究 

・動作電圧3V 以下のポリマーネットワーク液晶光変

調器を開発した。 

・クレジットカード型の無電源情報端末を開発した。 

・電池搭載で ID や押しボタン情報を光信号で送出し、

音声情報を無電源で受信する携帯情報端末を開発し

た。 

・無電源で ID・押しボタン情報・音声情報の送受信

を行う携帯情報端末を開発する（未公開の知的所有

権を有するため、一般公開不可）。 

・光信号に音声信号に高速デジタル信号を重畳して送

信し、信号分離を行う通信装置を開発する（未公開

の知的所有権を有するため、一般公開不可）。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マイボタン、CoBIT、反射率変調通信、

低消費電力、情報支援、イベント空間 

 

［テーマ題目２］次世代個人通信システムの開発（ユビ

キタスコンピューティングのためのオー

プンプラットフォームの開発） 

［研究代表者］森 彰（サイバーアシスト研究センター

ソフトウェア研究チーム） 

［研究担当者］橋本 政朋、宗像 一樹 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ユビキタスコンピューティングを実現するためのオー

プンなソフトウェアおよびハードウェアを産学官共同で

開発する。Linux を搭載した超小型省電力マイコン、

様々なソフトウェアが自律的に動作するためのネットワ

ークミドルウェア、ユーザに負担をかけない実世界指向

ユーザインタフェース、ユーザの匿名性を保つためのツ

ール、等を公開されたハードウェアプラットフォーム上

で統合してオープンソース開発する。 

 三菱電機と共同で Linux マイクロサーバの開発を行

った。この応用として、CF カード大の CPU モジュー

ルを情報家電に取り付け、赤外線や音声による統合制御

を可能にするシステムを開発中である。年度内にユーザ

インタフェース実証実験を行う予定であるが、特に異な

る機器間でのデータの互換性とこれを利用した状況適応

インタフェースが中心となる。 

 またシャープ、慶應大学と共同で、ユビキタスコンピ

ューティングのためのユーザ端末の開発を行っている。

コアとなる組み込み Linux プラットフォームに様々な

ジャケットを装着することで利用形態に特化した端末を

得るための技術を開発する予定であるが、この中で我々

が開発してきたユビキタスコンピューティングのための

ミドルウェア UBKit（Ubiquity Building Toolkit）を

用いる予定である。UBKit は各種センサを含む組み込

みネットワーク上で様々な機器やソフトウェアが自律的

に連携動作するためのミドルウェアを中心としたオープ

ンソースツールであり、すでにホームページ上で一部が

公開されている。UBKit は前述の情報家電ユーザイン

タフェース実証実験でも利用されており、マイクロサー

バおよび情報家電統合制御装置上で動作するようになっ

ている。UBKit を利用することでシステム構築の手間

が大幅に軽減されるだけでなく、100台規模のデバイス

が設定なしに完全自動で相互に動作しあうことが可能に

なる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ユビキタスコンピューティング、組み込

みネットワーク、ミドルウェア、実世界

指向インタフェース 

 

［テーマ題目３］インテリジェントコンテンツに関する

研究 

［研究代表者］橋田 浩一（サイバーアシスト研究セン

ターコンテンツ研究チーム） 

［研究担当者］松尾 豊、和泉 憲明、浅田 洋平、 

岡崎 直観、谷口 智哉、宮田 高志、 

高岡 大介（職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 情報コンテンツの意味構造を明示するアノテーション

の記述枠組を ISO において国際標準化する。その意味

構造化作業のコストを事実上ゼロにするような、意味構

造の利用技術を開発する。また、意味構造を用いた情報

サービス技術と位置に基づく通信技術とを組合せるため

の一般的な方式を確立する。 

 意味構造に基づく検索については、その性能と使い勝

手についての予備実験を行ない、被験者がインタフェー

スを十分に理解していなかったにもかかわらず、従来の

方法の2倍程度の効率を確認した。わかりやすいインタ

フェースを開発し、実用化を目指して使い勝手を向上さ
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せる予定。 

 意味構造化に基づいて発想支援と自動文章生成の両機

能を実現し、かつこれを統合することにより、ワープロ

など従来のオーサリング支援技術に比べてオーサリング

のコストを低減し、かつコンテンツの品質を向上させる

オーサリング支援技術を考案した。また、文章生成機能

を実装するため、修辞構造に基づく文章生成のアルゴリ

ズムを実装する予定。 

 空間的位置や物体に機能的な意味を与える物理空間の

意味記述法とそれに基づく状況依存型情報サービスの方

法を考案した。H15年度末までに、この記述法の詳細設

計のための調査を行なう。 

 WWW 等の文書から学会における人間関係のネット

ワークを構築する方法を開発し、学会の大会の会場で運

用して好評を博した。今後は他の種類のコミュニティへ

の適用について研究する。 

 意味構造化およびその利用の技術に基づいて、一般生

活者を含む不特定多数の利用者の間での大規模な知識循

環を実現する方法、およびそれによる電子商取引および

電子自治体のモデルを検討した。これらをさらに具体化

し、横浜市と協調してその実証実験のための準備を開始

する。 

 ISO/IEC JTC1/SC29/WG1（MPEG）および ISO/ 

TC37におけるインテリジェントコンテンツの国際標準

化を進めている。MPEG に関しては今年度末までに国

際標準化を完了する。また、国内で NPO を設立し、そ

の標準に従ったコンテンツを研究・教育用に配布する体

制を整える。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］インテリジェントコンテンツ、ユーザモ

デル、状況依存情報提示 

 

［テーマ題目４］分散型社会エージェントの研究開発 

［研究代表者］車谷 浩一（サイバーアシスト研究セン

ターマルチエージェントチーム） 

［研究担当者］幸島 明男、野田五十樹、和泉 潔、 

小澤 広、（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ユビキタス情報環境によって実現される情報ネットワ

ークへのアクセスとセンサー群による物理情報を利用し

て、様々な情報サービスを実現するためのエージェント

群の枠組み（アーキテクチャ）を設計・実装する。具体

的には、1)ユーザの状況に応じたサービス連携のための

アーキテクチャ、2)群ユーザ支援すなわち集団としての

人間群への情報支援技術、3)災害時における情報支援イ

ンフラのシミュレーションと実装について研究開発を行

う。 

 ユーザ・時空間推論・サービスエージェントからなる 

CONSORTS アーキテクチャにおいて、①ユーザ・機

器・情報サービスを連携させて柔軟にユーザとのインタ

ラクションを実現するシステム、②複数の情報サービス

を連携させてユーザの曖昧な要求に応えられるナヴィゲ

ーションシステムを設計・プロトタイプ実装した。 

群ユーザ支援の例題として、人流・交通流における情報

提示の方法の差異による効果、デマンドバスにおける運

行ルート生成の有効性をシミュレーションで検証した。 

災害救助における救助隊の派遣計画において、個別に学

習したニューラルネットワークの出力をオークションの

プロトコルで組み合わせるという機械学習の手法を開発

し、またアドホックネットによる情報配信の有効性をシ

ミュレータ上で確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］エージェント、シミュレーション 

 

［テーマ題目５］位置に基づく通信技術に関する研究 

［研究代表者］西村 拓一（サイバーアシスト研究セン

ターインタフェースチーム） 

［研究担当者］中村 嘉志、松尾 豊、山本 吉伸、 

常盤 拓司、高木 朗、伊藤日出男、 

林 新、秋山 猛、山本 淳一、 

内山 明男（職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

【目的】屋内のような距離10m 程度以内の閉空間にお

いて、健常者に限らず高齢者や障害者も含めたユーザに

して、その属性に基づく情報支援を常時実現するシステ

ムを構築することを目的とする。このシステムはユーザ

のプライバシの保持やセキュリティの維持に配慮できる

ところを特長とする。 

【手段】属性にはユーザの位置、方向、言語、予定、性

別、年齢、知識レベルなど様々な要素がある。研究目的

の達成には、ユーザの属性に基づいてユーザの意図を正

確に取得し、情報を提示していくシステムの構築が必要

となる。そこで、低消費電力通信端末とその基地局およ

びそれらを支援するネットワークシステムの構築を目的

として、空間測位光通信を主とした情報通信システムの

ための、およびそのシステムを用いた情報サービスシス 

テムの研究と開発を実施する。 

【方法】ユーザの保持する情報端末は低消費電力が要求

されるため、無電源小型情報通信端末 CoBIT の研究開

発を行う。情報環境は、位置・方向・言語・知識レベル

など各種の属性を持っているユーザに対して、無線通信

を実現する技術の研究開発を行う。これら開発した要素

技術に加えて、他の研究チームとの共同した研究により

ネットワーク部分の構築を進める。 

【年度進捗】 

(1) 位置に基づく通信実装技術に関する研究 

・無電源情報端末について、機器構成や回路構成を考

慮して CoBIT の音質、音量、デザインの改良を行

った。 

・イヤホン型、ヘッドホン型、カード型、ブローチ型
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等の無電源情報端末を開発した。 

・RF-ID タグを装備して個人情報に基づく情報支援

を行う無電源情報端末を開発した。 

音声情報を無電源で受信する携帯情報端末を開発し

た。 

・「CoBIT プロジェクト」を立ち上げ、産学官連携で

研究を推進するとともに製造販売・ライセンシング

を行うベンチャー企業の設立に向けて作業中である。 

・レーザレーダによるユーザの測位により、複数ユー

ザの中から特定のユーザを選択し、追跡することに

成功した。 

・高速ビジョンチップにより光通信端末の発信データ

の並列受信に成功した。 

・動作電圧3V 以下のポリマーネットワーク液晶光変

調器の開発により、プロセッサの出力で直接駆動で

きる反射率変調空間光通信モジュールを開発した。 

(2) 位置に基づく情報支援システムに関する研究 

・コンピュータビジョンおよびパターン認識技術を用

いて複数カメラによる携帯端末の3次元位置・向

き・合図の推定システムを開発した。 

・「イベント空間情報支援プロジェクト」を立ち上げ、

情報支援プロトタイプシステムを開発中である。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マイボタン、CoBIT、無電源、パター

ン認識、情報支援、イベント空間、反射

率変調通信 

 

⑭【マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター】 
（Research Center for Advanced Manufacturing on 
 Nanoscale Science and Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：矢部 彰 

副研究センター長：綾 信博 

 

所在地：つくば東 

人 員：8（7）名 

経 費：128,853千円（104,940千円） 

 

概 要： 

【ミッション】 

 ナノ・マイクロメーターオーダーの幾何学的構造や

エネルギー状態等に起因する現象や効果を、マクロス

コピックに発現させて、これを活用する製造技術基盤

の確立を目指して、微細構造の形成及び機能促進・広

域発現化のための、汎用性のある基盤的な要素技術を

開発し、その有効性を実証することが本センターのミ

ッションである。 

【研究の概要】 

 センターがポテンシャルとして有するレーザー加

工・光計測・微粒子・熱流体制御等技術を効果的・積

極的に活用し、コンセプトの実証と産業技術化に向け

た課題に開発目標を絞り、研究開発を実施している。

センター7年計画の前期4年間においては、構造制御・

形成プロセス（加工法）技術及びプロセス装置（加工

計測・装置）技術の両面で、偏差・誤差が小さく、多

様な所望の構造を制御性よく作製可能な加工技術の実

現のためのブレークスルーとなる要素技術に重点を置

いて研究開発を実施した。 

１）加工・計測装置技術：マイクロ・ナノ機能発現の

ための実用的な形状付与加工法の確立を目標として

レーザー加工にコヒーレンス利用を積極的に組み込

み、計測においてはコヒーレンスをダイナミックに

制御することで、高いスループットと再現性・精度

を兼ね備えたレーザー（アブレーション）加工・オ

ンマシン計測技術を開発している。（重点課題1.コ

ヒーレンス利用ダイナミック広域加工・計測技術）。

また関連して、加工・計測装置の実用化における重

要課題である熱制御に関して、吸熱・発熱場の空間

的分離を特徴とした新しい固体冷却素子とその制御

技術の開発を行っている。 

２）構造形成プロセス技術：ナノ粒子を作製しビルド

アップ（集積組織化）することで、機能を発現する

構造を制御性良く形成する技術を開発している。レ

ーザーアブレーション法によるナノ粒子形成技術と、

分級・表面修飾技術などの微粒子制御技術を用いて、

光・磁気的な機能を高効率に発現する安定構造体を

形成する技術を中心的な研究開発課題としている。

この課題においては、ナノ構造のプロトタイピング

を可能とすることを第一の目標とし、ナノ構造と機

能の関係を明確にすることで、ナノテクノロジー全

般にわたる実用化の促進に貢献することを目指して

いる。（重点課題2.ナノ粒子制御・機能発現技術） 

 また、ナノテクノロジーの早期の産業実用化を意識

して、産業界の要請に基づいて、開発した個別の要素

技術の多様な応用に向けた実用化研究を併せて行って

いる。重点課題においては中長期的なロードマップの

中に課題を位置付けつつ、実用化研究課題においては

産業界の具体的なニーズを丁寧に分析して、技術的ブ

レークスルーを正確に把握した上で、センターがポテ

ンシャルとして有するレーザー加工・光計測・微粒

子・熱流体制御技術に基づいて、オリジナリティが高

く、世界をリードできる課題に絞って研究開発を実施

している。開発目標設定においては、汎用加工技術の

開発でありながらも、具体的なニーズが想定される実

証課題に向けた先進的な取り組みのために、産業界か

らの研究ニーズ聴取と、技術コンセプトのセンターか

らの発信に務めて開発目標を絞っている。 

 特に、重点課題に関しては、以下の特徴を有してい

る。 
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・コヒーレンスを活用するレーザー微細加工は、セン

ターで初めて加工技術としての可能性を実証したオ

リジナル技術である。 

・レーザーアブレーション法と微粒子分級・制御技術

を用いるナノ機能構造体創製はセンターのオリジナ

ルな技術コンセプトと世界的に認知されている。 

 今後は、コヒーレンス利用・制御組織化活用・流体

等輸送現象活用の3つの手法（コンセプト）に基づい

た機能の広域発現化を実証すべくプロセス・装置技術

開発を進め、研究の推進を通じて、機能を高効率に発

現させてマクロな領域に組み込んでいく方法論を提示

することを目指す。3つの手法は、以下のようなもの

である。 

(1) コヒーレンス利用ダイナミック広域加工・計測技

術 

 コヒーレントなレーザーのダイナミックな制御を

用いて、広範囲の三次元構造に対して、広域のマイ

クロ・ナノ加工・計測を可能にする技術。 

(2) 制御組織化活用広域発現化技術 

 ナノ構造体の安定化・準安定化過程を制御し、機

能集積する広域発現化技術。 

(3) 流体等輸送現象活用広域発現化技術 

 ナノ機能を発現する気泡、微粒子などの物質を、

流体などの輸送現象を活用することにより、空間的

に広域に分配し、ナノ機能を促進するように広域発

現化する技術。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

地域中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

（中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省） 

 

ナノバブルの生成特性に及ぼす温度場影響の解明と高機

能低環境負荷洗浄技術への応用（科学研究費補助金／文

部科学省） 

 

環境中微量有害ナノ物質のイオン化制御による高分解能

計測・抑制法の開発（産業技術研究助成事業費助成金／

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

 

発 表：誌上発表14（14）件、口頭発表31（6）件、 

その他2件 

-------------------------------------------------------------------------- 
マイクロ・ナノ機能研究チーム 

（Quantum and Molecular Engineering Team） 
研究チーム長：松岡 芳彦 

（つくば東） 

概 要： 

 適用範囲の広いナノマニュファクチャリング技術の

中核として、レーザー微細加工技術を確立すべく、レ

ーザーアブレーション技術等を活用した研究開発を行

っている。具体的には、レーザーアブレーションによ

りサイズ、組成、構造が厳密に制御されたナノ粒子の

レーザーアブレーションを用いた作製技術、および、

このナノ粒子を集積して機能構造体を形成するプロセ

ス技術を開発している。また、このプロセスのために

開発してきたナノ粒子制御技術を、ナノ物資の高分解

能分級・計測技術として展開している。一方で、レー

ザーアブレーション等による固体側の加工における微

細化を目指して、超解像技術を用いて長焦点深度の微

小集光径ビームを生成して用いる超微細深穴加工技術

を開発している。 

 

機能付加加工研究チーム 

（Nanoscale Machining Team） 
研究チーム長：加納 誠介 

（つくば東） 

概 要： 

 マイクロ・ナノスケールの現象を利用したナノメー

トル精度の3次元形状の精密加工技術の研究を行って

いる。具体的には、精密光学部分の成形用型材料や半

導体集積素子材料として注目されているセラミックス

を対象として、脆性材料に対する高効率、かつ、超精

密加工プロセスの開発を行っている。また、被加工物

の形状を精密に計測評価するため、加工現場のような

測定環境においても、非球面形状を高速、高精度かつ

非接触に計測可能な光干渉計技術を開発している。 

 

⑮【ものづくり先端技術研究センター】 
（Digital Manufacturing Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：小島 俊雄 

副研究センター長：森 和男 

総 括 研 究 員：森 和男 

 

所在地：つくば東 

人 員：19（17）名 

経 費：427,645千円（151,417千円） 

 

概 要： 

 わが国の中小製造業は、優れた作業者の技能と高度

な新技術が相互に刺激しあい持続的な創意工夫を生み

出すことによって、高いものづくり力（開発・製造

力）を保ってきた。しかしながら近年、その競争力の

低下が危惧されている。そこで、経験や勘によって個

人に蓄積されている技能を再現できるデジタル情報に

置き換え、IT によって新たな付加価値を加えること

によって、中小製造業のものづくり力を維持・向上さ

せるための技術開発が強く求められている。 

 本研究センターでは、「ものづくり・IT 融合化推進
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技術の研究開発」を中小企業庁、NEDO より受託し、

「①加工全般にわたる技能の技術化に関する研究開

発」と「②設計・製造支援アプリケーションのための

プラットフォームの研究開発」の二つの開発課題（サ

ブテーマ）を実施している。前者は機械部品の加工全

般を対象に、加工技能を技術化するための研究を行い、

加工条件データベース、加工事例データベース、デー

タベース活用機能としてインターネットで公開する。

後者は中小製造業の技術者自ら、設計製造支援アプリ

ケーションソフトウエアを独自に開発、変更すること

を可能とするプラットフォームの開発と、PDQ チェ

ッカーなど実用性の高いアプリケーションの開発を実

施する。研究内容の詳細は以下の通りである。 

① 加工全般にわたる技能の技術化に関する研究開発 

 産業界や公設試験研究機関との連携を中心にして、

体系的な加工技術情報集積を行う。加工条件データ

ベース、加工事例データベースの開発に関しては、

データシート間の関係や加工間連繋（前後の加工工

程の関連）情報を中心にした情報集積を行う。また、

データベース活用機能については、上記と同様、加

工間連繋情報を重視し、中小製造業と連携して研究

開発、評価を進める。 

 情報集積加工法の細目は、鋳造、金属プレス、射

出成形、切削、研削、研磨、放電加工、レーザ切断、

レーザ溶接、アーク溶接、めっき、溶射、物理・化

学蒸着、熱処理の各分野であり、それぞれ情報集積

WG のサブワーキンググループの活動として共同実

験や調査活動を行う。 

② 設計・製造支援アプリケーションのためのプラッ

トフォームの研究開発 

(1) システム構造、構成等に関する規約の整備に

ついては、平成14年度における開発と評価を踏

まえて、コンポーネントおよびシステムに関す

る規約、分散システムに関する規約の基本的な

調査を行い、評価を実施する。また、「Java と

XML による製品モデルの記述とコンポーネント

間連繋技術」を実用製品相当の複雑さを持つ図

形に適用しその有効性を検証する。「設計製造デ

ータの動的な分散管理技術」については、平成

14年度の評価を踏まえて拡充・改良を行う。 

(2) ソフトウェア部品群の開発については、平成

14年度に開発した GUI 基本機能、表示基本機能、

図形検証機能のライブラリの充実を図ると共に、

実証プログラムに必要なコンポーネント群を開

発する。 

(3) 基幹情報の共有、有効利用のための機能開発

に関しては、「3次元形状情報の品質確認の基本

機能」について機能追加、改善のため開発、評

価を実施する。「製品データ管理機能」について

機能を絞り込み、基本・詳細設計、プログラム

開発を実施する。 

 さらに、上記の2テーマに関して、相互連携を

図り一体的な研究開発を進めるため、プロジェ

クトの政策的な視点からの調査研究を推進会議

で、情報集積 SWG の方向付けと情報システムと

してのデータベース活用機能に関する検討を統

合システム WG でそれぞれ行い、その結果を研

究活動に反映する。また、ホームページの運用

で成果を普及するとともに、年2回の公開シンポ

ジウムを開催する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ものづくり・IT 融合化推進技術の研究開発」 

 

財団法人長野県テクノ財団「長期使用体内埋設型補助人

工心臓の実用化に関する研究開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「工具寿

命延伸規範型工具パス生成機能をもった CAM の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「中空軽量部品の革新的圧

縮成形技術の研究開発」 

 

発 表：誌上発表19（16）件、口頭発表42（7）件、 

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 
加工技術研究チーム 

（Machining Engineering Research Team） 
研究チーム長：尾崎 浩一 

（つくば東） 

概 要： 

 切削、研削、研磨加工分野を対象に、以下の内容の

研究開発を実施する。 

 中小製造業の技術者が必要とする加工技能、知識、

技術に関するデータを提供する「加工条件データベー

ス」と「加工事例データベース」を開発するとともに、

それらのデータを利用目的に応じて的確、且つ理解し

やすい形式で提供する「データベース活用機能」の開

発を進める。 

 加工技能・知識の形式モデリング手法の開発を進め

る。加工条件／加工事例データベース、データベース

活用機能、形式モデリング手法による加工技能・知識

モデル化のそれぞれの機能を総合して加工技術データ

ベースを構築し、企業との共同開発による実用性の実

証・評価を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

システム技術研究チーム 
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（Systems Engineering Team） 
研究チーム長：松木 則夫 

（つくば東） 

概 要： 

 中小企業がそれぞれ独自の設計・製造支援システム

を構築することを可能とするため、様々なものづくり

支援ソフトウェアの開発、カスタマイズを容易に行え

るソフトウェア開発実行環境と、CAD/CAM を含む

ソフトウェアシステム開発に利用可能なソフトウエア

部品（コンポーネント）が準備された、設計・製造支

援アプリケーションのためのプラットフォームを開発

する。 

 システム構造、構成等に関する規約を整備し、コン

ポーネントバス上でのインターフェース表現として実

装する。ソフトウェア開発においては、GUI 基本機

能、表示基本機能、図形検証機能のライブラリおよび

「3次元形状情報の品質確認機能」、「製品モデル情報

管理機能」、「設計変更情報の管理・通知等機能」を開

発し、企業による総合評価、実用化のための調整を行

う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

成形技術研究チーム 

（Metal Forming Team） 
研究チーム長：大橋 隆弘 

（つくば東） 

概 要： 

 成形、付加、改質加工分野を対象に、以下の内容の

研究開発を実施する。 

 中小製造業の技術者が必要とする加工技能、知識、

技術に関するデータを提供する「加工条件データベー

ス」と「加工事例データベース」を開発するとともに、

それらのデータを利用目的に応じて的確、且つ理解し

やすい形式で提供する「データベース活用機能」の開

発を進める。 

 加工技能・知識の形式モデリング手法の開発を進め

る。加工条件／加工事例データベース、データベース

活用機能、形式モデリング手法による加工技能・知識

モデル化のそれぞれの機能を総合して加工技術データ

ベースを構築し、企業との共同開発による実用性の実

証・評価を行う。 

 加工技術データベースはインターネット上に公開し、

中小企業による評価を基に改良開発を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］加工全般にわたる技能の技術化に関す

る研究開発 中小企業庁・NEDO 受託

研究 

［研究代表者］尾崎 浩一（ものづくり先端技術研究セ

ンター加工技術チーム長）、 

大橋 隆弘（ものづくり先端技術研究セ

ンター成形技術チーム長） 

［研究担当者］碓井 雄一、リアボフ オレグ、 

伊藤 哲、澤井 信重、藤瀬 健領、 

岡根 利光、廣瀬 伸吾、瀬渡 直樹、 

清宮 紘一、江塚 幸敏、高下 二郎、 

河西 敏雄、土井 修典、斉藤 強、 

原田 典、王 清、篠崎吉太郎、 

小林 秀雄、川嶋 巌、松田 五明、 

北原 繁 

［研 究 内 容］ 

 以下に詳述する15の加工分野で、加工技術データベー

スの開発を進めた。 

 鋳造分野では、鋳鉄、アルミニウム合金、銅合金を対

象とし、(1)基礎データベース、(2)事例データベース、

(3)用語集、(4)マニュアル類の整備、(5)その他、の開

発を進めた。基礎データは、鋳造シミュレーション利用

を念頭において、必要な材料物性値、境界条件評価例、

材料物性値の一覧、型材物性値の一覧について銅を中心

に DB 化した。事例は、方案事例（20件）、鋳物砂管理

パラメータ事例（30件）を集積した。 

 鍛造分野では、(1)鍛造の基礎：いろいろな鍛造法、

鍛造の特徴と課題、(2)鍛造金型・工程の設計：鍛造メ

タルフローの特徴、鍛造材料の特性、金型材料の特性及

び構造、シミュレーション、鍛造装置のデータベース、

(3)鍛造の技能・技術：鍛造技能・技術、ノウハウなど

高度な技術情報を整理したデータベース、(4)新しい鍛

造法を提案するデータベース、の4項目の開発を進めた。

(3)については、実際に企業が保有している加工事例15

件を新たに収集した。 

 金属プレス分野では、絞り成形に関して①高精度化技

術②成形性向上に関する情報収集を行い、昨年度に引き

続き、論文および特許の加工事例データを276件収集し

た。金型の荷重分布・変位の測定装置を完成させ、イン

プロセスにおける型変位、荷重の変化について調査して

いる。本事業に関連するロストコア側方押出しの研究に

関して、2件の特許を申請したが、これに関するデータ

を作成している。 

 射出成形は業界標準を目指す薄肉バーフロー成形の

L/T（流動長／厚み）試験について、引き続き実験とり

まとめを継続し、あわせて平成15年度では金型が開き、

圧力損失が起きるという問題があったので、これについ

て金型の改良に着手した。 

 切削については、単なる加工条件の検索だけでなく、

切削加工に関する知識を深めることができるようなデー

タベースを目標に、加工条件データを整備した。内容は

以下の通りである。(1)前年度に収集・整理した工具摩

耗経過曲線・VT 線図等のデータのうち160件余に、デ

ータのもつ意味の解説を付け加えて、データシートの理

解が容易になるようにした。(2)データシートの内容を
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補強するために、適正工具材種や切刃形状等に関する知

識を49件の「ワンポイント情報」としてまとめ、加工条

件データシートと関連付けて整理した。(3)中小企業か

ら受けた技術相談に対する回答を元にして Q&A の形式

でまとめた加工事例を15件追加して、40件とした。(4)

エンドミル加工時の機械変形を測定する簡易機差測定法

に引き続き、旋削時の機械変形を測定するための方法を

検討した。(5)切削加工のトラブルのうち、表面粗さに

影響を与える諸要因を明らかにし、中小企業からの問合

せに的確に答えられるようにするための加工実験をおこ

なった。円盤端面の旋削加工を対象に、表面粗さの支配

要因をデータシート7枚に体系的に整理して Web から利

用できるようにした。 

 研削加工条件データについては鉄系材料については既

存データを20件以上、難加工材についてはインコネルを

用いて研削実験を行い、データ収集方式、データ精度、

データの蓄積と表示法に関する検討を行い5件以上、加

工事例データについては、企業より研削加工改善事例な

どの加工事例を30件以上収集した。また、研削加工を行

う際に必要と思われる基礎的項目について網羅的に解説

した研削入門のページを整備した。 

 研磨加工分野では溶接、切削・研削、めっき分野との

加工間連繋に関する情報集積を行う一方、難加工材であ

る純チタン、純ニッケルの鏡面研磨実験データおよびス

テンレス鋼について溶接管内面と焼入れシャフト外面の

高品位研磨データ収集を行った。また、教育的データベ

ースについて項目の追加を行った。また、研磨加工と溶

接、切削・研削、めっき分野との加工間連繋に関する情

報を中小企業生産現場における聞き取り調査を中心に収

集した。 

 レーザ切断データベースでは、レーザ切断初心者にも

対応できるよう5章構成の簡易な教科書コンテンツを用

意した。また、切断条件データでは、切断特性が148枚

のシートに整理されグラフとして表示されていたが、レ

ーザ切断に詳しくない人にも注目点がわかるように全て

のグラフにコメントを追加した。一方で、レーザ切断時

の技能の調査を行い、その結果を11枚のフローチャート

としてまとめたものを公開した。また、主な切断条件パ

ラメータによる切断面の変化を128件のデータの中から

容易に比較できるものを作成して公開した。さらに、パ

ルス発振時の切断データを収集する実験を行い、296件

の実験によるデータ収集も行った。 

 レーザ溶接データベースでは、レーザ溶接の初心者に

も対応できるよう改善を行った。溶接条件データでは、

溶接特性が48枚のシートに整理されグラフとして表示さ

れていたが、レーザ溶接に詳しくない人にも注目点がわ

かるように全てのグラフにコメントを追加した。また、

4章構成の簡易な教科書コンテンツを用意した。一方、

レーザ溶接時の溶接欠陥に対する対応は重要であるため、

引き続き欠陥マップの整備と欠陥改善事例の収集をおこ

なった。その結果、欠陥抑制に効果のある対策とその理

由が記載されている欠陥改善事例をポロシティで6件、

高温割れで4件、ビード形成不良で2件の計12件を収集し

た。 

 アーク溶接では、今後必要とされる溶接情報の観点か

ら、ステンレス鋼とチタン材に焦点を絞り込り込んだ。

「溶接作業標準（手順書）」では、14年度のオーステナ

イト系ステンレス鋼4件に加えて新たに10件を作成して

公開した。「溶接事例とまとめ検索」における事例デー

タは61件の XML を作成し公開した。さらに、実験のま

とめは15件の HTML、および基礎実験のまとめは11件

の HTML を新たに作成した。 

 めっき分野では、業務で必要とされるいくつかの計算

プログラムを作成した。また、公設試験研究機関のデー

タをデジタル化し、クロムの防食特性に関するデータと

して25件まとめた。さらに、全国鍍金工業組合連合会の

協力を得て、製品別めっきデータベースを作成した。ま

た、初級編、上級編など昨年度開発した項目について技

術情報を追加登録した。 

 物理・化学蒸着では、業務で必要とされるいくつかの

計算プログラムを作成した。また、動画の閲覧を可能に

した。 

 溶射では、業務で必要とされるいくつかの計算プログ

ラムを作成した。また、プラズマ溶射による防食特性お

よび耐熱特性に関するデータとして、国立研、公設試験

研究機関のデータをデジタル化し、それぞれ10件まとめ

た。さらに、日本溶射工業会の協力を得て、製品別溶射

データベースのデータ充実を図った。また、溶射の特徴

を表す代表的な事例と、評価法、前処理などを動画デー

タとして作成した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］データベース、加工、検索技術、技能の

技術化 

 

［テーマ題目２］設計・製造支援アプリケーションのた

めのプラットフォームの研究開発 中小

企業庁・NEDO 受託研究 

［研究代表者］松木 則夫（ものづくり先端技術研究セ

ンターシステム技術チーム長） 

［研究担当者］澤田 浩之、徳永 仁史、古川 慈之、 

大谷 成子、富澤 拓志、岡野 豊明 

［研 究 内 容］ 

 以下の3項目について研究開発を実施した。 

(1) 規約の整備 

・オブジェクト、コンポーネントおよびシステムに関

する規約の仕様拡張 

プラットフォームは、コンポーネントと呼ばれるソ

フトウェア部品をつなぎ合わせることによってアプ

リケーションを作成する開発環境であると同時に、

その運用を行うための実行環境である。アプリケー
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ションの動作制御は、コンポーネント間で送受信さ

れるイベントによって行われる。平成15年度は、

「Java と XML による製品モデルの記述とコンポ

ーネント間連繋技術」の研究を、「設計製造データ

の動的な分散管理技術」の研究とも関連させ、前年

度に定めた規約を、ネットワークで接続された分散

環境におけるコンポーネント間連繋を行うための規

約として拡張した。 

 コンポーネントのシステム上の主たる規約は、

(1) JavaBeans として Serializable であること、

(2) イベント伝播による可制御性であること、は前

年度にすでに定められていたが、これらが分散環境

においても適用可能か否かについて、実験・検討を

行った。その結果、(1) についてはその規約がその

まま適用可能であることが確認された。一方、(2) 

については、規約は適用可能であるものの、ネット

ワーク環境でのコンポーネント間連繋に対応したイ

ベントが別途必要であることが明らかとなったため、

分散環境対応イベント4つを新規に設定するととも

に、前年度に定められたイベントを整理し、合計20

のイベントに分類した。 

・分散システムに関する規約の整備 

「設計製造データの動的な分散管理技術」の研究に

おいて、分散システムの構成を新規に提案するとと

もに、そのプロトタイプを作成した。この分散シス

テムはサーバ・クライアントシステムの一種であり、

その基本機能は、サーバおよびクライアントともに

同一のコンポーネントで実現されている。したがっ

てユーザは、特にネットワーク連繋の仕組みを意識

することなく、そのコンポーネントを取り入れるだ

けで分散システムを構成することができる。また、

サーバとなっている PC に障害が生じた場合でも、

他のクライアント PC の設定を変更すれば、それを

そのままサーバとして運用することができる。さら

に、各 PC で同一データを保持しており、常にバッ

クアップデータを確保できることが大きな特徴であ

る。 

(2) ソフトウエア部品群の開発 

 前年度開発した GUI 基本機能、図形検証機能のラ

イブラリの充実を図り、実証プログラムに必要なコン

ポーネント群を開発した。 

 GUI コンポーネントについて、メソッドおよび発

生するイベントの仕様見直しを行った。さらに、設計

製造業務アプリケーションにおいて必要となるコンポ

ーネントとして、(1) ガントチャート、(2) YES/ 
NO/CANCEL ボタン付き確認ダイアログ、(3) メッ

セージダイアログ、(4) アイコン選択ダイアログ、

(5) 日付入力用テキストフィールド、(6) 定型文字列

入力用テキストフィールド、(7) 数値入力用テキスト

フィールド、を新規に開発した。 

 図形検証機能については、3次元 CAD データ品質

確認機能（PDQ チェッカー）の企業によるユーザ評

価を実施した。その評価結果に基づき、CAD データ

読み込み速度の向上、CAD データ品質チェックに要

するメモリ消費量の削減など、図形検証機能を実装し

たコンポーネントの機能改良を進めた。また、コンポ

ーネントの再構成を行い、CAD データ読み込み機能

など、他のアプリケーションでも必要とされるコンポ

ーネントを独立させ、再利用可能とした。 

 また、プラットフォームの機能実証プログラム作成

に必要なコンポーネントとして、コンポーネント転送

コンポーネント、オブジェクト連繋コンポーネントお

よび帳票コンポーネントを開発した。 

(3) 基幹情報の共有・有効活用のための機能の開発 

 「3次元形状情報の品質確認の基本機能」について、

ユーザ評価に基づき、(1) 3次元図形の断面線作成機

能、(2) 全画面表示機能、(3) エラー箇所全表示機能、

(4) 2図形間の 近距離計算機能、(5) IGES および

STEP データ文法チェック機能、の機能追加を行った。

また、IGES の読み込み機能を強化し、チェック処理

速度を前年度比10倍以上に改善した。 

 また、「製品データ管理機能の開発」に関連して、

企業の管理部門と製造現場における工程情報の共有と

実績収集を支援する工程情報管理の基本機能を開発し

た。この他、企業に蓄積されたデータから必要なもの

を検索し、図面情報を含む製品・製造データを提示す

る技術情報活用支援システムを開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］コンポーネント技術、Java、 

CAD/CAM/PDM 

 

⑯【高分子基盤技術研究センター】 
（Research Center of Macromolecular Technology） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長：中濱 精一 

副研究センター長：小島 弦 

総 括 研 究 員：竹内 和彦 

 

所在地：臨海副都心センター、つくば中央第5 

人 員：21（19）名 

経 費：389,635千円（256,120千円） 

 

概 要： 

 21世紀の社会と産業の持続的発展を支える高性能、

高機能高分子材料を開発するため、世界を先導する高

分子技術を創出する。具体的には、高分子鎖の一次構

造とそれらが集合した高次構造を精密に制御すること

により、高度な性能と機能を備えた高分子材料を実現

する。このため、高分子の合成から二次元構造（表
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面・界面）形成、三次元集合構造形成、成形加工等に

かかわる精密制御技術、機構解明並びに構造評価技術

等に関する基盤技術を開発する。また、環境負荷の低

減プロセスの開発を目指して、ハロゲン化合物を用い

ない高分子の合成や固相重合等に関する研究を行う。 

 これらの研究を展開するにあたり、高分子の大きな

特徴である階層構造（モノマー⇒ポリマー鎖⇒ポリマ

ー集合体⇒ポリマー複合体）を重視して、「高分子の

階層構造の制御」をメインコンセプトとすると共に、

上記矢印に沿った一方向の展開だけではなく、分子設

計と得られる高分子材料の要求特性との双方向からの

コミュニケーションに立脚する研究重視の方針を取っ

ている。 

 以上がセンター設立当初からの一貫した研究の目的

と方針であるが、15年度には、センターとしてのミッ

ションを明確にすべく以下の運営を行った。 

 まず、センターの位置づけとして継続的基礎研究を

含むやや広い概念をミッションとして規定していたが、

これを「精密高分子技術プロジェクトを始めとする産

学官共同研究を推進し、高分子の高次構造にかかわる

基盤的技術の研究開発を通して産業社会に貢献する」

と改めた。 

 また、活動の理念として「開放性と連携」を挙げ、

2007年までに「産業社会に革新的な高分子技術として

認められるような成果をあげること」を目標として、

組織・人材育成の点でも社会的に高い評価を受ける存

在になることを併せて目標として掲げた。これらの目

標を達成するための具体的な活動をロードマップとし

て展開し、指標とし、併せて、センター長方針として

「プロジェクト研究指向」と「有機的連携による重点

研究課題への集約」を掲げて臨んだ。 

 上記プロジェクト指向の具体的な実施形態として、

NEDO のナノテクノロジープログラムの一環である

「精密高分子技術」プロジェクトに参加し、化学技術

戦略推進機構（JCII）との共同受託による研究開発

において20社の企業と７大学とから構成される産学官

共同研究の中核的役割を果たし、高度な構造制御によ

り高分子材料の高性能化、高機能化をはかる基盤技術

の構築を目指した活動を展開した。本プロジェクトは

①一次構造制御技術、②表面界面構造制御技術、③三

次元構造制御技術、④材料形成技術、⑤材料評価技術

ならびに⑥共通基盤技術の開発および技術の体系化の

合計6つの研究項目を掲げているが、それらにおいて、

特にセンターは「機構解明と波及的効果の大きな基盤

的研究」を担い、役割として学の「研究の指導原理と

学術的基礎研究」並びに産（企業）の直接的な「開発

研究」を補完する形で産学官の共同研究をより実効あ

るものとするべく研究を展開した。 

 また、上記重点研究課題は、産総研中期計画との関

連において、「社会ニーズへの対応、低環境負荷型化

学プロセス技術」として「革新的重縮合技術の開発」

を、「革新的・基盤的技術の涵養、ナノ物質・材料技

術」として「自己組織化制御による高分子高次構造制

御技術の開発」および「特殊場下成形加工によるメゾ

スコピック構造制御技術の開発」の3課題に定めて取

り組んだ。 

 以上の骨格となる運営を軸として、プロジェクト・

外部ファンドを2件、共同研究を11件（うち産総研内2

件）の他、新規プロジェクト・共同研究を目指しての

取り組みも並行して行った。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）精密高分子技術プロジェクト 高機能材料

の基盤研究開発（72,699千円） 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）精密高分子技術プロジェクト 高性能材料

の基盤研究開発（25,271千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）精密高分子技術プロジェクト 高機能材料

の基盤研究開発（35,985千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）精密高分子技術プロジェクト 高性能材料

の基盤研究開発（12,916千円） 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術研究助成事業費助成金 

表面処理による高分子材料へのアパタイト形成能の

付与（14,950千円） 

 

発 表：誌上発表34（31）件、口頭発表105（31）件、 

その他1件 

-------------------------------------------------------------------------- 
高分子合成研究チーム 

（Polymer Synthesis Team） 
研究チーム長：杉山 順一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 高分子材料の特性制御およびその製造プロセスをグ

リーン化するため、有機化学や高分子合成、触媒化学、

高分子構造解析等の知見・技術を基に、高分子の一次

構造を任意かつ精密に制御する重合基盤技術を開拓す

る。 

 付加型重合：プロピレンと5-ヘキセン-1-オールま
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たはアリルアミンの共重合において、極性基含有モノ

マーおよび触媒の構造によって共重合体中の極性基導

入位置を任意に制御可能なことを見いだした。 

 縮合型重合：酸化的カルボニル化によるポリカーボ

ネート合成において、前年度開発した Pd− カルベン

錯体を有機樹脂上に固定化した触媒を用いることによ

りビスフェノール A から一段で実用化レベルの高分

子量ポリマーを生成することおよび従来の塩化メチレ

ンに代わる高分子量体を生成する非ハロゲン系溶媒を

見いだした。また、マイクロ波を用いるポリエステル

環状オリゴマーの固相重合の重合機構を解明した。ヘ

テロ元素含有ポリマーの構造制御では、官能基を導入

した新規含ケイ素ポリマーの熱的・光学的・電気的物

性等の検討を行い、構造物性相関を解明した。分岐構

造制御では、トリフェニルアミン骨格の多分岐ポリマ

ーにビニレン基を導入するに際し、トリス（4-ブロモ

フェニル）アミンと p-ジビニルベンゼンとの直接カ

ップリングにより合成することができた。高分子質量

分析の汎用化をめざし、MALDI 用簡易試料調整装置

の基本設計を行うとともに試作を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

構造・物性研究チーム 

（Polymer Structure and Properties Team） 
研究チーム長：海藤 彰 

（臨海副都心センター）（つくば中央第5） 

概 要： 

 自己組織化制御によるナノ秩序構造形成は、ナノリ

ソグラフィー、ナノ多孔材料、フォトニクス材料、高

強度材料等の高機能のためのキーテクノロジーである。

高分子の自己組織化過程（結晶化、ブロック共重合体

のミクロ相分離など）を外場（応力、流動、化学的手

法など）により制御し、新規なナノ秩序構造を形成す

ることを目標とする。さらに、構造解析技術およびシ

ミュレーション技術の高度化を通じて構造形成の機構

を解明する。自己組織化制御として、ブロック共重合

体が形成するナノドメインの機能化と配列制御、ナノ

ドメインの結晶化による新規な結晶組織の形成、液晶

場における架橋構造形成による極微細繊維の形成など

について研究を進めた。一方、構造形成の機構解明を

目指して、結晶化ダイナミクスシミュレーションや

in-situ 計測による結晶化過程の機構解明、固体

NMR による結晶ダイナミクス解析、相構造解析、エ

ネルギーフィルター電子顕微鏡による界面構造解析に

ついて研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目７ 

 

成形加工研究チーム 

（Polymer Processing Team） 

研究チーム長：清水 博 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 成形加工機においては熱的な場だけでなく、スクリ

ュー等の高速回転に伴うせん断流動場や伸張流動場、

高圧場等の特殊な外場（特殊場）が複雑に作用し合い、

高分子のモルフォロジーを“非平衡状態”下で制御し

ている。そこで、本研究チームでは、成形加工機の中

で実際に起きているプロセスを解明するため、せん断

流動場や高圧場等の特殊場賦与下で高分子ブレンド等

の相構造をリアルタイムで“その場”観察するための

解析技術を構築する。この解析により特殊場下にある

多相系高分子のメゾスコピックレベルでの構造制御要

因を解明することが可能となる。さらに、これらの解

析により得られた知見を活かして特殊場を積極的に利

用する新規な成形加工技術、『特殊場利用成形加工技

術』を構築すればメゾスコピックレベルで構造が制御

された材料の開発に資することができる。一方、成形

加工そのものは典型的なトップダウン的手法であるが

特殊場の範囲を広げ、ボトムアップ手法であるブロッ

ク共重合体の自己組織化により形成されたミクロ相分

離構造を超臨界流体場等の外場で制御する技術、さら

には溶液場を利用したバイオミメティック法による有

機・無機複合体の構造制御技術についても平行して研

究を展開し、多成分・多相系高分子の系統的なメゾス

コピック構造制御技術の構築を図る。これら体系化さ

れた加工技術の構築により新規な材料の創出に資する

だけでなく、ポリマーブレンド、アロイ、ナノコンポ

ジット等の高性能化、高機能化に資する。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９、テーマ題目

10 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］精密重合技術の研究開発（運営費交付

金、NEDO「精密高分子」技術プロジェ

クト） 

［研究代表者］杉山 順一（高分子基盤技術研究センタ

ー高分子合成研究チーム） 

［研究担当者］杉山 順一、萩原 英昭、土原 健治、

竹内 和彦（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 炭化水素系ポリマーの一つであるポリプロピレンは産

業的に極めて重要な材料である。しかし、炭素と水素の

みからなるポリプロピレンは極性を持つ物質との親和性

に劣り機能性に乏しいという欠点がある。本研究では、

配位重合によるポリオレフィンの高機能化の研究の一環

として、極性基の導入により機能を付与した立体規則性

ポリプロピレンの開発を検討してきた。 

 これまでに、極性基含有モノマーを有機アルミニウム

で保護した後、立体特異性メタロセン触媒系を用いてプ

ロピレンと共重合させる極性基含有ポリプロピレンの合



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(83) 

成技術の開発に成功した。すなわち、5-ヘキセン-1-オ

ール、アリルアルコール、アリルアミン等の極性基含有

モノマーを有機アルミニウムでマスクし、種々のジルコ

ノセン触媒系によりプロピレンと共重合を行った。その

結果、立体規則性（mm）が90%以上の共重合体中に水

酸基やアミノ基を導入することに成功した。5-ヘキセ

ン-1-オールを用いた場合には水酸基導入量を1～20モ

ル％の範囲での任意に制御可能であった。また、触媒・

モノマー構造と共重合性・共重合体構造の相関を明らか

にし、極性基による触媒の被毒と連鎖移動反応のメカニ

ズムを解明した。 

 本技術により、種々の極性基や共重合体構造を有する

機能材料を作り分けることが可能となった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ポリオレフィン、極性基含有ポリプロピ

レン、メタロセン触媒、立体規則性 

 

［テーマ題目２］構造制御有機機能材料の創成（運営費

交付金、NEDO「精密高分子技術」プロ

ジェクト） 

［研究代表者］杉山 順一（高分子基盤技術研究センタ

ー高分子合成研究チーム） 

［研究担当者］杉山 順一、田中 進、山下 浩、 

長畑 律子、奥山 健一、鈴木 美忠、 

竹内 和彦（職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 縮合系高分子材料の一次構造制御技術開発の一環とし

て、代表的エンジニアリングプラスチックであるポリカ

ーボネート（PC）の低環境負荷型製造技術、縮合系π

共役型多分岐ポリマーおよびヘテロ元素を主鎖に含むポ

リマーの効率的な製造法とその機能化技術について検討

した。 

(1) 低環境負荷型 PC 製造技術の開発 

 現在、大部分の PC は有毒なホスゲンを原料とする

ホスゲン法やエネルギー効率の低い溶融法で生産され

ている。本研究では、より省エネで環境負荷の低い製

造法である一酸化炭素を原料とする酸化的カルボニル

化法による直接合成法の開発を行った。酸化的カルボ

ニル化法は高効率の低環境負荷型反応として知られて

いたが触媒のターンオーバー数が低く、これまでポリ

マーは全く合成できていなかった。 

 当研究グループでは、パラジウムを主成分とする複

合系触媒について、まずカルベン型配位子を有するパ

ラジウム錯体を調製し、助触媒や反応条件を 適化す

ることにより、実用化レベルの高分子量のポリマー

（Mw>20,000）を直接合成することに世界で初めて

成功した。この触媒系は高選択性に加え活性も高く、

パラジウム触媒系の実用化レベルを大きく越える、タ

ーンオーバー数6,000以上を達成した。次いで、この

錯体均一触媒を有機樹脂や無機酸化物上に担持しても

高活性を保持することを見いだした。さらに、分子量

1万以下の PC プレポリマーを固相重合により高分子

量化する合成法も開発し、実用化への目途を得た。 

(2) π共役型多分岐ポリマーの開発 

 π共役系高分子は、光・電子機能性を有し、電子デ

バイス等に用いられているが、従来専ら直鎖状ポリマ

ーに限定されていたため、加工が困難で実用上大きな

問題があった。本研究では、これを多分岐構造とする

ことにより加工性を賦与しつつ、共役系としての性質

を示すポリマーの簡便な合成法とその機能化技術につ

いて検討した。 

 本研究では、ホール輸送性材料等として知られるト

リフェニルアミンに着目し、これを成分として含む多

分岐ポリマーにビニレン基を導入する簡便な合成法を

開発した。一つは AB2型モノマーを新規に設計し、こ

れを有機金属触媒で重合させる方法、もう一つはモノ

マーを経ず、A3＋B2型反応により直接カップリング

を行う方法である。得られたポリマーはいずれも溶媒

可溶でフィルム形成能があった。また、1.1V で酸化

還元特性を示すなど、光・電子機能性を有することを

見いだした。 

(3) ヘテロ元素含有ポリマーの開発 

 現在の汎用炭化水素系高分子は、構成元素の種類が

限られているため、それら高分子の性能・機能には限

界がある。そこで、ヘテロ元素を高分子に規則的に導

入し、炭素のみでは発揮できない特性を発現させるこ

とにより、性能・機能の飛躍的向上が期待できる。 

 本研究では、ケイ素やゲルマニウム等のヘテロ元素

を規則的に含むポリマー材料を創製するための基盤技

術の開発を行っている。これまでに、独自に開発した

新規触媒反応により、熱安定性・発光特性等にすぐれ

た新規含ヘテロ元素ポリマーの効率的合成に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］縮合系高分子、ポリカーボネート、固相

重合、多分岐高分子、ヘテロ元素含有ポ

リマー 

 

［テーマ題目３］結晶化を利用した結晶構造制御に関す

る研究（運営費交付金、NEDO「精密高

分子技術」プロジェクト） 

［研究代表者］海藤 彰（高分子基盤技術研究センター

構造・物性研究チーム） 

［研究担当者］海藤 彰、Asok Kumar Dikshit, 
Yongjin Li（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子の結晶組織の制御は、その力学特性や光学的性

質など樹脂の特性を支配する重要な要因である。結晶ラ

メラの配向、結晶サイズ、結晶化度などの規則構造を精

密かつ巨視的に展開することができれば、材料としての

物性の向上が期待される。特に、高分子多成分系では、
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構造形成要因（結晶化と相分離など）と外場（応力、流

動、ナノ空間、界面など）との共同現象により、多様な

高次構造形成ならびに物性発現が期待されるが、高分子

多成分系における結晶化制御は、ほとんど未開拓の課題

である。本研究では、結晶性高分子を含むポリマーブレ

ンドやブロック共重合体を対象に、応力付加、ナノ空間、

界面における結晶化条件の制御により、ナノ・メゾ領域

で結晶配向が制御された新規な秩序構造を形成すること

を目的とする。平成15年度は、結晶性高分子からなる相

溶系ポリマーブレンドについて配向結晶化を行い、その

高次構造の解析を試みた。 

① 相溶系の結晶性／結晶性高分子ブレンドであるポリ

（1,4-ブチレンサクシネート）（PBSU）／ポリフッ

化ビニリデン（PVDF）の延伸膜中で、低融点成分で

ある PBSU を一旦融解し60℃以上の温度で再結晶化

すると、PBSU のラメラが PVDF の配向方向と垂直

方向に配向した直交ニ軸配向構造が形成した。すなわ

ち、両成分のラメラが互いに逆方向に配向して、数十

ナノメ－トルのドメインを形成する“ナノスケールの

直交配向構造”を世界で初めて実現することに成功し

た。 

② ブロック共重合体のナノドメインの配列技術として、

電場印加、せん断流動、ゾーン熱処理、ロールキャス

ト法、凹凸界面での構造形成などが知られている。本

課題では、ラメラ構造を形成する比較的高分子量のポ

リエチレンオキシド－ポリスチレンブロック共重合体

を、真空中で荷重を付加しながら熱処理するという非

常に簡便な方法により、ブロック共重合体のラメラ構

造がフィルム面に平行に高度に配向することを見出し

た。さらに、ラメラ状のナノドメインにおけるポリエ

チレンオキシドの結晶化挙動について検討した 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］結晶化、配向、高次構造制御、ポリマー

ブレンド、ブロック共重合体 

 

［テーマ題目４］シミュレーションと in-situ 計測によ

る秩序構造形成の機構解明に関する研究

（運営費交付金、NEDO「精密高分子技

術」プロジェクト） 

［研究代表者］海藤 彰（高分子基盤技術研究センター

構造・物性研究チーム） 

［研究担当者］海藤 彰、下村 正樹、三浦 俊明、 

Asok Kumar Dikshit 
（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子材料の高性能化をナノスケールにおける高次構

造制御によって実現する上で、自己秩序形成を利用した

構造構築技術の開発とその機構解明は非常に有力な手段

である。本テーマでは、分子シミュレーションの手法に

より、これらの秩序化プロセスにおける分子の挙動を追

跡し、結晶化による配向秩序形成の各因子の持つ役割を

明らかにすることを目的とする。また、回折、散乱・振

動分光法をはじめとしたその場計測を行い、高次構造形

成の機構を解明することを目的とする。平成15年度は、

結晶秩序形成ダイナミクスのシミュレーションによる結

晶核濃度効果について調べるとともに、ポリマーブレン

ドの配向結晶化過程における構造変化の in-situ 計測を

行い、構造形成の機構解明について検討した。 

① 分子の剛直性と連結性を考慮した粗視化高分子モデ

ルにより、溶融結晶化における、核形成過程・誘導期

及び結晶成長初期過程における微視的秩序化挙動に関

するシミュレーションのモデル化とシミュレーション

を実行した。その結果、これにより、高分子系のよう

な多くの内部自由度を持つ系における秩序発展の各段

階での過程が明らかとなった。(B)初期の核分子濃度

と得られた結晶構造との相関を見出した。結晶化転移

濃度点近傍においては、核濃度とともに誘起される結

晶秩序が急激に増大するが、高濃度域では、秩序の誘

起効果は小さくなり、逆に系全体の配向秩序は減少し

てくることが示された。(C)結晶化度の時間発展曲線

の解析により、結晶化ダイナミクスへの核の影響を明

らかにした。核の濃度がある程度以上高い時は、系は

不安定となり、揺らぎの自発的発展による急速な秩序

形成を示す。これは、過冷却度が大きい場合における

スピノーダル的挙動との関連からも興味深い点である。

また低濃度域では、系は準安定域となり、長い誘導期

が観測されると同時に、Avrami 指数で特徴づけられ

る伸張型指数関数的な挙動を示すことがわかった。 

② イソタクチックポリスチレン（iPS）/ポリフェニ

レンオキシド（PPO）ブレンドは、結晶性高分子と

非晶性高分子から成る相溶系ブレンドである。

iPS/PPO ブレンドの非晶性配向膜を張力付加状態で

等温結晶化し、結晶化過程における構造変化のその場

計測を試みた。①結晶化には誘導期が存在すること、

②誘導期においてコンホメーション変化が起こり、

3/1へリックス構造が増加し、ランダムコンホメーシ

ョンの非晶鎖が減少すること、③結晶化誘導期におい

て、iPS のヘリックス構造の配向度が増加するのに対

し、PPO の非晶鎖は配向緩和した状態を維持し、相

溶系ブレンドでありながら iPS と PPO の分子鎖は全

く異なる挙動を示すことが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］結晶化、シミュレーション、in-situ 計

測 

 

［テーマ題目５］表面・界面の制御と解析に関する研究

（運営費交付金、NEDO「精密高分子技

術」プロジェクト） 

［研究代表者］堀内 伸（高分子基盤技術研究センター

構造・物性研究チーム） 
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［研究担当者］堀内 伸、尹 徳会、李 在英 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 研究目的：高分子界面・表面は材料物性において重要

な役割を果たすが、それらの構造、及び形成要因に関し

ては未解明な問題が多い。本研究では、高分子界面をナ

ノレベルで解析する技術を開発し、接着特性、ポリマー

アロイ、複合材料において界面構造と物性を解析し、材

料の高性能化に資する技術を開発することを目的とする。 

 研究手段：高分子界面をナノレベルで解析するために、

エネルギーフィルターTEM による元素マッピング、

EELS を高分解能、高い定量性において行うための条件

を検討し、界面特性評価による物性値との相関を解析す

る。 

 進捗状況：高分子界面の高精度元素マッピングを可能

にするため、ポリメチルメタクリレート／ポリ（スチレ

ン− アクリロニトリル）ランダム共重合体の積層試料の

界面を酸素及び窒素元素マッピングにより解析を行った。

試料の電子線損傷、ドリフト等の問題を克服し、10nm
以下の分解能での元素マッピング、EELS 分析を可能に

した。さらに、接着界面の解析を検討し、ポリブチレン

テレフタレート（PBT）／エポキシ樹脂接着界面の解

析を行い、接着強度とナノ界面構造との相関を明らかに

した。本研究により、接着界面に形成する厚さおおよそ

50nm の接着阻害層を解析し、元素マッピングと

ImageEELS の併用によりこの相の組成を明らかにし、

接着阻害要因の解明に繋げた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］界面、電子顕微鏡 

 

［テーマ題目６］液晶と相分離を利用した高分子ネット

ワークの構造制御に関する研究（運営費

交付金、NEDO「精密高分子技術」プロ

ジェクト） 

［研究代表者］木原 秀元（高分子基盤技術研究センタ

ー構造・物性研究チーム） 

［研究担当者］木原 秀元、岸 良一（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 三次元的な結合により形成される高分子ネットワーク

は、伸縮機能性材料やアクチュエーターなどへの応用が

期待されているが、より強度な構造・高機能の発現には

高分子ネットワークの配向やモルホロジーをナノメート

ル～マイクロメートルのスケールで制御する必要がある。

本研究では、液晶の持つ自発配向性・自己集合性と相分

離を組み合わせることにより、異方的かつ巨視的に配向

したモルホロジーを有する高分子ネットワークを作製す

ることを目的とする。平成14年度までに、液晶モノマー

を液晶溶媒中（ネマチック液晶、スメクチック A 液

晶）で光重合し、重合誘起相分離を起こさせることによ

り、巨視的に配向した直系数百ナノメートルのファイバ

ーからなる高分子ネットワーク薄膜が得られることを見

出した。平成15年度では液晶溶媒としてコレステリック

液晶を用いることにより、らせんに基づいた巨視的構造

を有する高分子ネットワーク体の作製を試みた。 

 シアノビフェニル系のネマチック液晶にキラルドーパ

ントを加えることによりコレステリック液晶を調整した。

このコレステリック液晶はガラス基板のみではフィンガ

ープリント組織を、一方、配向膜を用いたときはグラン

ジャン組織を発現した。それぞれの組織を保持したまま、

安息香酸部位を有するアクリレートモノマーを光重合す

ることにより高分子ネットワーク体を作製し、そのモル

ホロジーを電子顕微鏡で観察した。高分子ネットワーク

は相分離に基づく直径数百ナノメートルの直線的なファ

イバーから成り、このファイバーはすこしずつ角度を変

えながら集積していることがわかった。フィンガープリ

ント組織から得られた高分子ネットワークには、コレス

テリック相のらせんピッチに相当する間隔の溝があるこ

とが確認でき、またグランジャン組織から得られた高分

子ネットワークは CD スペクトルにおいてコットン効果

を示した。ここで得られた高分子ネットワークはヘリコ

イダル構造を有することがわかった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］液晶、相分離、光重合、ファイバー、ら

せん、ヘリコイダル 

 

［テーマ題目７］固体 NMR によるナノ構造解析に関す

る研究（運営費交付金、NEDO「精密高

分子技術」プロジェクト） 

［研究代表者］三好 利一（高分子基盤技術研究センタ

ー構造・物性研究チーム） 

［研究担当者］三好 利一（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子が本来もつ機能、特性を 大限に生かすために

は、一次構造～高次構造の精密な制御ならびにその構造

解析ツールが必要になる。当該研究者は高分子構造を精

密に計測するための固体 NMR 手法の開発ならびに高分

子構造評価を行ってきた。固体状態における NMR 共鳴

線の位置や線形を与える核スピン相互作用は、分子と磁

場の相対配向によってその大きさが変化する異方的な相

互作用であることが特徴である。当該研究者は磁気異方

的相互作用を利用して高分子のダイナミクスとナノスケ

ールでの構造解析手法の開発研究を行ってきた。個々の

研究の概要を以下に示す。 

① 高分子結晶の低速ダイナミクス解析 

 当該研究者は一次元交換 MAS-固体 NMR 手法を

isotactic-poly(4-methyl-1-pentene)へ適用し、側鎖

を有する結晶性高分子の結晶領域における各原子団の

精密ダイナミクス解析に世界で初めて成功した。室温

において、平均103度のジャンプ角をもつ分子鎖の軸

周りのジャンプ運動が存在することを発見した。また、
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主鎖の運動と側鎖の運動の周波数の一致から、同じ温

度領域において側鎖の付加的な分子運動は存在しない

ことを示した。得られた実験結果より、得られた材料

の超延伸機構を解明した。 

② 固体 NMR によるナノスケール構造解析 

 近年、ブロックコポリマーのナノドメイン内の結晶

構造制御研究は活発に行われている。ナノドメイン内

の結晶領域の空間情報は重要な研究課題であるが、

TEM や SAXS などの手法ではナノ空間内の結晶領域

の位置情報を取り出すことが難しい。当該研究者は固

体 NMR 法のスピン拡散を用いることにより、ラメラ

構造（ラメラ厚 約30nm）を有する poly(ethylene 
oxide)-polystyrene 共 重 合 体 (PS-b-PEO) (PS, 
PEO 非晶、PEO 結晶) の PEO のナノドメイン内の

結晶、非晶領域の空間情報を解析することに成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］固体 NMR、高分子結晶、分子鎖ダイナ

ミクス 

 

［テーマ題目８］特殊場下成形加工によるメゾスコピッ

ク構造制御技術の開発（運営交付金） 

［研究代表者］清水 博（高分子基盤技術研究センター

成形加工研究チーム） 

［研究担当者］清水 博、大山 秀子、横山 英明、 

大矢根綾子、李 勇進、中山 和郎、 

Li Lei、大野 悠子、横山 敬郎 

（職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 研究目標 

 本研究では、以下の2つに大別される課題を設定し、

相互に密な連携をしながら基礎的知見を蓄積し、新規

成形加工技術の確立ならびにメゾスコピックレベルで

構造が制御された高性能、高機能材料の創出を目指し

ている。 

１）特殊場下でのその場計測技術及び界面評価技術の

確立 

２）特殊場下成形加工によるナノレベルのモルフォロ

ジー制御技術の確立 

(2) 研究内容 

１）特殊場下でのその場計測技術及び界面評価技術の

確立 

① リアクティブプロセシング反応機構の解明： 

 反応性基をもつモデルポリマーを合成し、X 線

分光分析（XPS）ならびに TOF-SIMS を用いた

界面解析により、二層膜界面での反応性を解析

した。 

② 特殊場下その場相挙動解析： 

 非相溶性のポリマーブレンド系であるポリ

（p-フェニレンスルフィド）（PPS）/ポリアミ

ド4,6（PA4,6）ならびにポリフッ化ビニリデン

（PVDF）/ポリアミド11（PA11）を対象に、高

せん断流動場下で相挙動を解析した。 

２）特殊場下成形加工によるナノレベルのモルフォロ

ジー制御技術の確立 

① 特殊場利用成形加工による非相溶性ポリマー

アロイのモルフォロジー制御： 

 上記１）②の解析と連動し、高せん断流動場

を発生し得る成形加工機の開発を行い、PVDF/ 
PA11ブレンド系に適用して、得られたブレンド

試料の微細構造と成形加工条件との相関を検討

した。 

② リアクティブプロセシング法による非相溶性

ポリマーブレンド／クレイ系ナノコンポジット

のモルフォロジー制御： 

 極性の異なるポリアミド6（PA6）/無水マレイ

ン酸変性ポリプロピレン（PP-MAH）/クレイ系

ナノコンポジットにおけるモルフォロジー制御

の可能性を検討した。 

③ 超臨界流体場を用いたブロック共重合体のナ

ノ空孔制御： 

 ブロック共重合体と超臨界二酸化炭素を用い

たプロセスによりナノサイズの空孔を形成し、

その構造制御要因を検討した。 

④ バイオミメティック法による有機・無機複合

体のモルフォロジー制御： 

 過飽和溶液場を利用して、エチレン-ビニルア

ルコール共重合体（EVOH）等の高分子表面に

種々の蛋白質と生体活性セラミックスであるア

パタイトとを複合化させ、これらの系のモルフ

ォロジー制御要因を検討した。さらに得られた

材料の生理活性評価を行った。 

(3) 進捗 

１）特殊場下でのその場計測技術及び界面評価技術の

確立 

① リアクティブプロセシング反応機構の解明： 

 二層膜モデル界面での反応は、TOF-SIMS に

よる界面状態の解析の結果と自己無憧着場

（SCF）の理論計算の結果とを比較し、官能基

の界面近傍での空間的分布がその反応性を支配

している要因であることを明らかにした。 

② 特殊場下その場相挙動解析： 

 非相溶性の PPS/PA4,6ブレンド系のせん断流

動場下その場解析から相構造を精査した結果、

高せん断速度（1000sec-1）下では相溶する領域

が見出された。即ち、PPS リッチ側ならびに

PA4,6リッチ側でのみ相溶することが分かった。

さらにせん断速度を3000sec-1に上げると、相溶

領域が広がることが分かった。一方、非相溶性

PVDF/PA11ブレンド系においては、高せん断流

動場下では PVDF リッチ側でのみ相溶すること
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が分かった。このように静置場では全く相溶し

ない非相溶性のポリマーブレンド系が高せん断

流動場下でのみ相溶するという画期的な知見が

得られた。 

２）特殊場下成形加工によるナノレベルのモルフォロ

ジー制御技術の確立 

① 特殊場利用成形加工による非相溶性ポリマー

アロイのモルフォロジー制御： 

 上節、１）②の知見から、高せん断流動場を

賦与できれば非相溶性高分子ブレンド系を相溶

させ得るということが分かった。そこで、この

知見を活かして実際の材料開発に資するため、

高せん断流動場を賦与し得る、スクリューの高

速回転が可能な『微量型高せん断成形加工機』

を開発した。本装置の主な仕様として、スクリ

ュー 高回転数3000rpm を実現した。さらに、

高速回転することにより、混練時間が反比例し

て減少してしまう欠点を補うため、フィードバ

ック型のスクリューを採用し、混練時間を任意

に設定できるように設計した。 

 この装置を用いて実際に非相溶性 PVDF/PA11

ブレンド系に適用したところ、PVDF マトリク

ス中に20～100nm サイズの PA11ドメインが均一

かつ密に分散しているナノ分散構造を構築する

ことができた。今後、スクリュー回転速度、混

練時間等の成形加工条件とナノ分散構造との相

関を検討し、構造の 適化を図る。 

② リアクティブプロセシング法による非相溶性

ポリマーブレンド／クレイ系ナノコンポジット

のモルフォロジー制御： 

 PA6/PP-MAH/クレイ系ナノコンポジットに

おいては、MAH の濃度によりクレイの分散状態、

分散場所が変化し、熱安定性等の物性に大きな

影響を及ぼすことが分かった。 

③ 超臨界流体場を用いたブロック共重合体のナ

ノ空孔制御： 

 ブロック共重合体と超臨界二酸化炭素を用い

たプロセスにより、容易にナノ多孔体を形成で

きることが分かった。さらに、この系の空孔サ

イズを10nm～30nm 程度の範囲で制御できるこ

とを見出した。 

④ バイオミメティック法による有機・無機複合

体のモルフォロジー制御： 

 過飽和溶液場を利用して、種々の蛋白質とア

パタイトより成るナノコンポジットを多様な高

分子表面に形成させる手法を確立した。同材料

の生理活性を in vitro 細胞実験により評価し、新

たな機能を有する生体材料を開発するための設

計指針を得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］特殊場、成形加工、非平衡状態、メゾス

コピック構造制御、せん断流動場、その

場相挙動解析、非相溶性ポリマーブレン

ド、ナノ分散、リアクティブプロセシン

グ、超臨界流体場、ナノ多孔体、溶液場、

バイオミメティック、アパタイト、生理

活性 

 

［テーマ題目９］材料形成技術に関する研究（NEDO
「精密高分子技術」プロジェクト） 

［研究代表者］清水 博（高分子基盤技術研究センター

成形加工研究チーム） 

［研究担当者］清水 博、大山 秀子、李 勇進、 

中山 和郎、大野 悠子 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 研究目標 

 ナノ構造制御と成形加工を同時に実現するリアクテ

ィブプロセッシング技術ならびにせん断流動場等の外

場を利用したナノ構造形成技術を実現するための基盤

に係る研究開発を行う。具体的には以下の基礎的検討

を行う。 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 新規な高性能材料の開発を目指して、官能基含有

高分子等の反応成形を可能にする系の探索検討を実

施する。また、ブレンド系のモルフォロジーや高次

構造の解析をするとともに、熱機械特性についても

検討する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性のポリマーブレンド系等を対象に高せん

断下、さらには高せん断／高圧場等特殊場下での相

挙動解析を行う。また、これら一連の解析から見出

された相溶領域を成形条件として利用するため、微

量型高せん断成形加工機を開発し、特殊場利用構造

制御技術の構築を目指す。 

(2) 研究内容 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 非相溶性高分子ブレンド／クレイ系のリアクティ

ブプロセッシングを実施し、成形加工条件の探索を

行うと同時に、得られた成形物のモルフォロジーと

物性との相関を検討する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性の PPS/PA46系高分子ブレンドならび

に PVDF/PA11系高分子ブレンド系を対象に特殊場

下でのその場相挙動解析を行う。また、微量型高せ

ん断成形加工機の開発を行う。 

(3) 進捗 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 極性の異なるポリアミド6（PA6）/無水マレイン

酸変性ポリプロピレン（PP-MAH）/クレイ系ナノ
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コンポジットにおけるモルフォロジー制御の可能性

を検討した結果、PA6/PP-MAH/クレイ系ナノコ

ンポジットにおいては、MAH の濃度によりクレイ

の分散状態、分散場所が変化し、熱安定性等の物性

に大きな影響を及ぼすことを見出した。さらに成形

加工条件を 適化し、熱安定性に優れたポリマーア

ロイを開発する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性の PPS/PA46ブレンド系のせん断流動

場下その場相挙動解析を行った結果、高せん断速度

（1000sec-1）下では相溶する領域が見出された。

即ち、PPS リッチ側ならびに PA46リッチ側でのみ

相溶することが分かった。さらにせん断速度を

3000sec-1に上げると、相溶領域が広がることが分

かった。一方、非相溶性 PVDF/PA11ブレンド系に

おいては、高せん断流動場下では PVDF リッチ側

でのみ相溶することが分かった。この知見から、

1000rpm 以上の高速回転が可能な内部帰還型スク

リューを搭載した『微量型高せん断成形加工機』を

開発した。この装置を用いて実際に非相溶性

PVDF/PA11ブレンド系に適用したところ、PVDF
マトリクス中に20～100nm サイズの PA11ドメイン

が均一かつ密に分散しているナノ分散構造を構築す

ることができた。これは、従来、非相溶性ブレンド

系における分散相サイズの理論的、実験的限界とさ

れてきた数値（350nm）を大幅に更新する結果で、

単純機械的混合によるものでは世界で初めての例示

となった。本ブレンド系は強誘電性ポリマー同士の

ブレンドであることから、試料を外部（東京理科大

学）に提供し、強誘電性を評価中である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノ構造制御、成形加工、リアクティブ

プロセシング、成形加工、せん断流動場、

特殊場、その場相挙動解析、非相溶性ポ

リマーブレンド、相溶領域、微量型高せ

ん断成形加工機 

 

［テーマ題目10］表面処理による高分子材料へのアパタ

イト形成能の付与（NEDO 産業技術研

究助成） 

［研究代表者］大矢根綾子（高分子基盤技術研究センタ

ー成形加工研究チーム） 

［研究担当者］大矢根綾子、横山 敬郎 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 親水性高分子、または親水化処理された高分子をカル

シウム水溶液、及びリン酸水溶液で処理することにより、

同試料表面にアパタイトの前駆体であるアモルファスリ

ン酸カルシウムナノ粒子を固定することができた。上記

処理された試料は、擬似体液またはリン酸カルシウム過

飽和溶液中で24時間以内のその表面に緻密で均一なアパ

タイト層を形成した。本処理方法は、平板状基板だけで

なく、三次元構造体にも適用することが出来た。すなわ

ち、種々の組成及び形状を有する高分子材料表面に、ア

パタイト形成能を付与するための簡便な表面処理法が確

立された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子、アパタイト、表面処理、擬似体

液、リン酸カルシウム 

 

⑰【光反応制御研究センター】 
（Photoreaction Control Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：荒川 裕則 

副研究センター長：春日 和行 

総 括 研 究 員：春日 和行 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：26（24）名 

経 費：539,465千円（379,811千円） 

 

概 要： 

［ミッション］ 

 実用化までに長いリードタイムと高いリスクを要し、

国自らが課題解決に取り組んでいくことが求められて

いるエネルギー問題や地球環境問題の解決に光反応制

御技術の開発を通して貢献することを本研究センター

のミッションとする。 

 人類が直面しているクリーンなエネルギー資源の確

保には膨大で無尽蔵なエネルギー源である太陽光の新

しい有効利用技術の開発が期待されている。一方、地

球規模の環境汚染問題の解決には、副生成物を排出し

ない反応プロセスや、効率的な材料プロセシング技術

の開発が求められている。光反応制御技術は、これら

のエネルギー・環境問題の解決に大きく貢献できる潜

在的な可能性を秘めている。このような観点から、本

研究センターでは新しい太陽光エネルギー利用技術の

開発や汚染物質の排出の少ない光・レーザー反応の完

全制御技術の確立に向けた革新的な光反応制御技術の

研究開発を行う。 

「研究の方向付け」 

 本研究センターの研究開発は、1997年から10カ年計

画で開始された科技庁（現文部科学省）の中核的研究

拠点育成制度 COE プロジェクト「光反応制御・光機

能材料」を基盤としており、光誘起電子移動過程の理

論的・実験的解析やレーザーのコヒーレント制御に基

づく量子反応制御技術等の基礎・基盤技術から、太陽

光エネルギー利用技術やレーザー精密反応プロセスの

実用化応用技術までの一貫した研究開発を有機的な連
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携組織で行うことを特徴としている。すなわち高度の

基礎・基盤研究を産業利用技術に直結させる研究体制

のもと、エネルギー・環境問題に対応できる新技術の

開発を行う。 

 また、世界 高の基礎科学と産業基盤技術をリード

し、光反応制御技術に関する世界のセンター・オブ・

エクセレンス（COE）となり、その成果を以て我が

国の産業技術の発展に貢献することも本研究センター

の目標としている。 

「第1期の目標」 

１）新しい太陽光エネルギー利用技術の開発： 

・色素増感太陽電池等の不均一系や溶液反応等の

均一系での光誘起電子移動の基礎過程を解明す

る。 

・安価で高性能な、新しい色素増感太陽電池を開

発する。変換効率8%以上。 

・水から直接水素を製造する新しい可視光応答性

酸化物半導体光触媒を開発する。 

２）光・レーザー反応の完全制御技術の開発： 

・種々の量子反応制御手法の原理確認と機構解明

を行い、選択的結合切断反応に有効な手法を提

案する。 

・レーザー反応特異的な新物質生成法と材料加工

法の基盤技術を開発する。 

［重要研究課題］ 

 重点研究課題および、その概要は以下の通りである。 

１）光誘起電子移動の実験的および理論的研究：光エ

ネルギー変換系において重要な役割を果たしている、

光誘起電子移動の機構を研究する。均一系での電子

移動に加え、色素増感太陽電池等で重要な、固体界

面における電荷分離、電荷再結合の速度を決める因

子を明らかにし、より高性能な光エネルギー変換系

の実現に資する。 

２）高性能色素増感太陽電池の研究開発：安価で高性

能な次世代型太陽電池として注目されている色素増

感太陽電池について、高効率な光電変換を実現する

ための半導体電極、増感色素、酸化還元電解質、対

極、セル化等の要素技術について設計、製造、性能

解析評価を行い、世界 高性能クラスの新しい色素

増感太陽電池を開発する。 

３）人工光合成技術の研究開発：太陽光エネルギーの

効率的な利用技術の確立を目指し、特にその大半を

占める可視光エネルギーを有効に利用できる光触媒

プロセスを用いた水の分解による水素製造技術や、

炭酸ガスの固定化・再資源化に関する技術開発を行

い、実用化の為の基礎的知見を集積する。 

４）レーザー量子反応制御の基盤研究：レーザー光を

用いた結合選択性反応の実現を目指して、励起状態

の量子干渉を用いるコヒーレントコントロール、水

素結合クラスターの赤外前期解離、非共鳴電場によ

る配向制御など、各種量子反応制御法の原理確認、

有効性の検討を行い、結合選択性反応に有効な手法

を提案する。 

５）レーザー反応による材料創製および材料加工法の

適化：電子・光学機能性新材料の創製を目指して、

紫外パルスエキシマレーザーを用いたレーザーアブ

レーションや極低温マトリックス光分解等における、

石英ガラスの微細加工プロセスや構造特異的機能性

材料の生成を検討し、レーザー反応特異的な材料加

工法の基盤技術を開発する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費「次

世代型分散エネルギーシステム基盤技術研究開発 新規

水素貯蔵材料開発のための支援技術開発 高効率光触媒

による水からの水素の直接製造」 

 

経済産業省 電源多様化技術開発等委託費「太陽光発電

技術開発 太陽光発電システム実用化のための解析・評

価 超高効率太陽電池製造技術実用化のための解析・評

価 安価に製造できる新規な色素増感型太陽電池の評

価」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「超高感度過渡吸収分光

計による界面電荷再結合ダイナミクスの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「エネルギー的に乱れた

物質中での電場依存電荷移動度」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「光反応制御の研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「レーザープロセッ

シングによるβ－鉄シリサイドの低温合成」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「バンド制御による

高効率可視光応答性ナノ構造光触媒の設計・開発」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「ナノ構造体での超

高速電子移動の解明と制御」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「10K 低温場レー

ザープロセッシングによる窒化炭素作製に関する研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援「フェムト秒光パル

スによる光化学反応の量子制御に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「太

陽光発電技術研究開発 革新的次世代太陽光発電システ

ム技術研究開発 高性能色素増感太陽電池技術の研究開

発」 
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産総研 内部グラント「石英ガラスのレーザー光化学微

細加工法の開発」 

 

産総研 内部グラント「可視光応答性の多孔質薄膜半導

体光電極を用いた水からの直接水素製造システムの研

究」 

 

産総研 内部グラント「過渡吸収顕微鏡の開発」  

 

発 表：誌上発表44（43）件、口頭発表146（49）件、

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
光反応機構チーム 

（Photoreaction Mechanism Team） 
研究チーム長：村田 重夫 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 光エネルギーの化学あるいは電気エネルギーへの変

換で重要な役割を果たしている光誘起電子移動の機構

を解明し、色素増感太陽電池などの光エネルギー変換

系設計に寄与することを目的としている。実験は主と

して高速分光法により行った。すなわち、マイクロ秒

（10-6秒）からフェムト秒（10-15秒）までの時間分解

能で反応の中間体のスペクトルやその減衰の速さを測

定し、どのような機構で反応が起こるかを調べた。半

導体表面に吸着した色素ナノ微粒子からの電子注入、

再結合などの効率や機構、超分子における電子移動に

ついて調べた。理論的には半導体に注入された電子の

輸送と色素イオンとの再結合反応を記述するモデルを

構築し、それに基づいて実験結果を説明した。またマ

ーカスの電子移動理論を用いてドープされた高分子の

電荷移動度を研究した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

太陽光エネルギー変換チーム 

（Solar Light Energy Conversion Team） 
研究チーム長：杉原 秀樹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 太陽光エネルギー変換チームは「太陽光エネルギー

の高効率な利用による、新しいクリーンエネルギーの

生産プロセスの提案と実証」を 終的な目的とし、新

しい次世代型太陽電池として注目されている色素増感

太陽電池、及び太陽光エネルギーを利用して水を直接

分解し水素を合成する人工光合成について研究を行っ

ている。 

 色素増感太陽電池については、具体的には、酸化物

半導体電極、増感色素、酸化還元電解質溶液、対極、

セル化等の要素技術について検討し、平成18年度末ま

でに世界 高の変換効率の新しい色素増感太陽電池を

開発することを目標とするとともに、センター内の光

反応機構チームとも協力して基礎研究から実用化技術

までの一貫した研究開発を進めている。 

 人工光合成については、水を水素と酸素に完全分解

するための高性能光触媒材料の開発、反応機構の解明、

可視光を高効率で利用する反応システムの設計等を行

い、光触媒的水素製造システムの実現可能性について

検討を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

レーザー反応制御チーム 

（Laser-controlled reaction team） 
研究チーム長：中永 泰介 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 環境負荷の少ないプロセスとして、副反応生成物の

ない高選択性の製造プロセスの実現が必要とされてい

る。これまでの熱プロセスに変わる手法として、質の

高い強力な光「レーザー光」を利用した反応制御プロ

セスが期待されるが、その実現のため、量子反応制御

法などの基礎技術の開発が不可欠となっている。レー

ザー反応制御に関する研究はその重要性から数多く行

われてきたが、励起状態での相互作用・エネルギー緩

和のため、反応の制御に成功した例はこれまでほとん

どなかった。当チームでは、レーザーの特長である短

パルス・高強度・コヒーレンスや、水素結合など特殊

反応場を利用し、励起状態の緩和過程を制御する事に

よりレーザー光反応制御を実現することを目指してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

レーザー精密プロセスチーム 

（Laser-Induced Materials Processing Team） 
研究チーム長：新納 弘之 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 電子・光学機能性新材料の創製を目指し、紫外パル

スレーザーを用いたレーザー反応特異的な新物質生成

法と材料加工手法の基盤技術を開発するために、石英

ガラスの微細加工プロセスの研究をグループ重点テー

マに設定した。さらに、グループ探索研究テーマ極低

温マトリックス光分解やレーザーアブレーションなど

の特異的反応場における反応性化学種の発生に基づく

構造特異的な機能性材料の生成を検討し、産業技術へ

の応用を検討した。当グループは、紫外レーザーアブ

レーション法と極低温マトリックス光分解法を基盤技

術とした特異的反応場でのレーザー精密プロセスによ

って、国際的にリードできる先進材料の創製と材料加

工プロセスに関する研究成果を発信すると共に産総研

の使命である産業技術への貢献を目指した。 
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研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光誘起電子移動の研究（運営費交付金、

科学技術振興調整費中核的研究拠点育

成） 

［研究代表者］村田 重夫（光反応制御研究センター光

反応機構チーム） 

［研究担当者］村田 重夫、有村 隆志、加藤 隆二、

Alexander Barzykin、関 和彦、 

古部 昭広、吉原 利忠、玉城 喜章、 

村井 美紀（職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論など 

 光エネルギーの化学あるいは電気エネルギーへの変換

で重要な役割を果たしている光誘起電子移動の機構を解

明し、色素増感太陽電池などの光エネルギー変換系設計

に寄与することを目的としている。手法は高速分光法お

よび理論的方法である。高速分光装置はいずれも自作の

ナノ秒およびフェムト秒の分解能を持つ可視・近赤外過

渡吸収分光計で、これらの装置により短寿命の中間体を

検出し、反応の機構を研究している。 

年度進捗 

 増感色素をナノ微粒子半導体膜に吸着させた系におい

て、励起色素から半導体への電子注入効率をナノ秒過渡

吸収分光法により決定してきた。この系は色素増感太陽

電池の開発に密接に関連している。その結果から、注入

効率は電子注入の自由エネルギー変化ΔG と良い相関

があり、－ΔG＞0.2eV で 大となることがわかった。

今までに得られたのは注入効率の相対値であったが、い

くつかの実験的困難を解決することにより初めてその絶

対値を決定することに成功した。これにより、今までの

すべての結果を定量的に評価することが可能となり、例

えば－ΔG＞0.2eV では注入効率がほぼ1になることが

わかった。注入効率に対する半導体の種類の影響を見る

ため、6種類の半導体を用いて注入効率を測定した。注

入効率はこの場合もやはりΔG に支配され、半導体の

種類には依存しない。14年度までの結果とあわせ、注入

効率は色素と半導体のエネルギーレベルにより決まるこ

とが明らかになった。電子注入は極めて高速で起こるが、

フェムト秒過渡吸収法によりその機構を研究することが

できる。14年度までに、光励起されたルテニウム錯体色

素からの電子注入（伝導電子の生成）が、励起色素と半

導体表面状態の電荷移動相互作用に基づく中間体（イオ

ン対）を経て2段階で起こること、イオン対の解離は励

起色素のエネルギーレベル付近での伝導帯の状態密度が

大きいほど速いことを明らかにした。本年度は有機色素

で高い光電変換効率を示す、新規クマリン色素を用いた

色素増感太陽電池における電子注入過程を観測した。注

入が2段階で起こること、中間体がイオン対であるとい

う帰属、およびその解離速度の伝導帯密度依存性は一層

確かなものとなった。詳細な解析から反応には少なくと

も3つの経路があり、イオン対を経由しない直接的電子

移動（500fs）と、経由する間接的電子移動（1-10ps）
が、異なる速度で起こることが分かった。伝導帯状態密

度の大きい酸化チタン試料の場合は、直接的電子移動が

支配的な反応過程であることが明らかになった。 

 電荷分離により生成した色素カチオンと半導体中の電

子との再結合では、トラップ準位間の電荷輸送と再結合

反応が競合する場合がある。このような状況でも電荷分

布の変化を記述するのに有効な反応拡散方程式を世界に

先駆けて導いた。この式を用いて再結合反応速度とトラ

ップ状態密度との関係を調べた。酸化チタン上に吸着さ

せる色素を適切に設計することにより、電荷再結合のダ

イナミクスを変化させることができるという実験結果が

報告されている。すなわち色素により再結合速度が変化

し、また再結合反応の進行が時間に対して指数関数的に

なったり非指数関数的なったりする。このような変化に

関し、半導体内部での電荷輸送、界面での電荷再結合、

暗電子の影響などを取り入れて考察し、色素イオン濃度

の時間変化を表す解析的な式を得た。この式により上述

の実験結果を非常に良く再現することができた。すなわ

ち、電荷再結合制御のメカニズムを明らかにした。 

 光合成反応中心のスペシャルペアのモデルシステムと

してカリックスアレーンをインターフェースとしたポル

フィリン2量体を合成し、二つのポルフィリンの動的相

互作用をカーボン NMR の縦緩和時間（T1）を測定す

ることより評価した。溶媒の極性が大きくなると T1は
減少し、T1が拡散速度に依存していることが明らかと

なった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］電子移動過程、高速分光法、電子移動理

論、色素増感太陽電池 

 

［テーマ題目２］高性能色素増感太陽電池の研究開発

（運営費交付金、新エネルギー・産業技

術総合開発機構委託費（太陽光発電技術

開発 革新的次世代太陽光発電システム

技術研究開発）、科学技術振興調整費中

核的研究拠点育成） 

［研究代表者］荒川 裕則（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］荒川 裕則、春日 和行、杉原 秀樹、

北尾 修、佐山 和弘、小西 由也、 

草間 仁、小野澤伸子、原 浩二郎、 

柳田 真利、山口 岳志、魏 明灯、 

Wang Zhong-Sheng、倉重 充彦、 

小川 雅宏、佐野 真二、根本 麻美 

（職員10名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論など 

 クリーンで無尽蔵な太陽光エネルギーの高効率な利用
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による、新しいクリーンエネルギーの生産プロセスの提

案と実証を目的とし、新しい次世代型太陽電池として注

目されている色素増感太陽電池について検討し、高効率

な光電変換を実現する為の技術開発を行う。具体的には、

酸化チタンを代表例とする酸化物半導体電極の製造技術、

増感色素としての遷移金属錯体や有機色素の設計合成、

酸化還元電解質溶液の構成・調製法、対極、セル化等の

要素技術について検討し、世界 高水準の光電変換特性

を持つ色素増感太陽電池を開発する。センター内の光反

応機構チームとも協力して基礎研究から実用化技術まで

の一貫した研究開発をセンター全体で進めて行く。 

年度進捗 

 平成15年度は、半導体電極の 適化、新規高性能ルテ

ニウム錯体色素の開発、高性能有機色素の開発、電解質

溶液系の 適化、セルの耐久性・封止・集積化技術等の

項目について行なった。 

 半導体電極の 適化については、TiO2光電極に照射

される光の透過ロスを押さえ、光電極による光捕集効率

の向上を目的として、粒子径の異なる TiO2粒子を混合

あるいは積層させ、光閉じこめ型光電極を作製し、その

効果を検討した。光閉じこめ効果による色素太陽電池性

能の向上に成功した。 

 ルテニウム錯体色素については、β－ジケトンを配位

子として持つものの他に、テルピリジントリカルボン酸、

エチレンジアミン、チオシアナートを配位子として持つ

新規錯体を開発し、可視光エネルギーのみならず近赤外

光エネルギーをも電気エネルギーに変換できる増感剤と

して働くことを見いだした。β－ジケトン錯体について

は、密度汎関数法による解析により、長波長側の光吸収

がルテニウム金属原子からβ－ジケトンへの電子遷移に

起因するものであることを明らかにした。 

 有機色素については、（株）林原生物化学研究所と共

同で開発した世界 高の光電変換効率の新規有機色素増

感太陽電池の性能をさらに8.35%まで向上させた。 

 色素増感太陽電池の性能を 高に発揮させるためには、

電解質溶液に含まれるヨウ素レドックス、及びコール酸

等添加剤の組成の 適化が必須となっている。そこで電

解質溶液を構成するヨウ素、ヨウ化リチウム、有機ヨウ

素化合物、TBA、コール酸、溶媒の組成の 適化を行

なった。その結果、上述したように高い太陽エネルギー

変換効率を示す色素増感太陽電池の性能発現が可能とな

った。 

 今までの検討結果により色素増感太陽電池の基本性能

として9.6%を達成することができた。これらの結果は

色素増感太陽電池が実用太陽電池としての性能を持つこ

とを示しており、実用に供するためのセル化技術の開発

が重要となってきている。そこで、太陽電池セルを構成

するために必要な封止技術について、封止材料、封止条

件等を中心に検討している。現在のところ反射防止膜付

き5mm 角の封止太陽電池セルで太陽エネルギー変換効

率10.2-10.5%を達成している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、色素増感太陽電池、酸化チタ

ン、ルテニウム錯体、クマリン色素 

 

［テーマ題目３］人工光合成技術の研究開発（運営費交

付金、科学技術振興調整費中核的研究拠

点育成、エネルギー使用合理化技術開発

委託費、若手任期付研究員支援、産総研

内部グラント） 

［研究代表者］荒川 裕則（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］荒川 裕則、佐山 和弘、阿部 竜、 

鄒 志剛、野村 篤史、東 正信、 

春日 和行、姫田雄一郎 

（職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論など 

 自然が巧妙に行っている光合成プロセスを手本とし、

太陽光エネルギーと水と炭酸ガスから、クリーンエネル

ギーである水素の製造や炭化水素等の有機系資源の製造

を可能とする人工光合成技術の開発を行う。すなわち、

太陽光エネルギーの効率的な利用技術の確立を目指し、

特にその大半を占める可視光エネルギーを利用した水の

分解による水素製造技術や、炭酸ガス固定化、再資源化

に関する技術開発を行い、実用化のための基礎的知見を

集積することを目標としている。具体的には、平成18年

度末までに半導体太陽光触媒プロセスによる水からの直

接水素製造において、前人未踏の変換効率2%（現在は

0.03%）の達成を目指す。炭酸ガスの固定化においては

可視光による光還元固定プロセスを開発する。これらに

より太陽光エネルギーの高効率な利用による新しいクリ

ーンエネルギーの生産プロセス（人工光合成技術）の提

案と実証を行うことを 終目的とする。 

年度進捗 

 太陽光による水からの水素製造に関しては、引き続き

光触媒システムの探索を行なった。具体的には新しい多

孔質薄膜電極光触媒システム及び色素増感光触媒水素発

生システム等について検討した。 

 多孔質薄膜電極光触媒システムについては、BiVO4で

いくつかの方法を検討し、作成法として Metal Organic 
Decomposition 法（MOD 法）が優れていることがわか

った。光吸収率（LHE）スペクトル測定では500nm ま

での吸収を示し、光電変換効率（IPCE）スペクトル測

定では475nm までの光応答性が観測された。420nm に

おけるバイアス下の見かけの量子収率は29%に達した。

この値は可視光では WO3に次いで高く、複合酸化物電

極としては も高い値である。複合酸化物を探索すれば、

高性能な半導体電極を作成できる可能性を示した点で意

義が大きい。この BiVO4多孔質薄膜電極光触媒システ

ムの構築により太陽エネルギー変換効率が、従来の光触
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媒における性能（0.03%）から約5倍向上し、太陽光エ

ネルギー変換効率0.15%（バイアスロスを考慮）まで向

上した。 

 平成15年度からは色素と半導体を組み合わせた色素増

感光触媒の開発に着手した。各種の色素を用いて可視光

水素生成反応を検討したところ、ある種の有機溶媒と水

の混合溶液中において非常に効率の良い水素生成が進行

することを見出した。さらに半導体としてナノ構造処理

を行ったニオブ系の層状化合物を用いたところ従来の可

視光応答性複合酸化物にくらべ、同等の可視光照射条件

で1000倍以上の水素生成速度が得られることが分かった。

色素増感光触媒の有効性を示した世界初の成果である。 

 炭酸ガスの均一系錯体触媒による水媒体中での水素化

反応については、新たな配位子の検討を行い、触媒効率

の大幅な向上を行い、世界 高レベルの反応系を実現し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、可視光、水の分解、水素製造、

炭酸ガス固定化 

 

［テーマ題目４］レーザー反応制御の基盤研究（運営費

交付金、科学技術振興調整費中核的研究

拠点育成） 

［研究代表者］中永 泰介（光反応制御研究センターレ

ーザー反応制御チーム） 

［研究担当者］中永 泰介、伊藤 文之、永井 秀和、

大村 英樹（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論など 

 質の高い強力な光「レーザー光」を利用した反応の量

子制御技術の実現が革新的な高選択性の反応制御プロセ

スにつながると期待されている。中期計画では励起状態

の量子干渉を用いるコヒーレントコントロール、水素結

合クラスターの赤外前期解離、非共鳴電場による配向制

御など、各種量子反応制御法の原理、有効性を確認する

ことにより種々の量子反応制御手法の探索を行って有効

な手法を提案し、18年度までにレーザー量子反応制御の

基盤技術を確立する事を目指す。 

 レーザーの特長の1つであるコヒーレンス（可干渉

性）を利用し、位相差を制御した2つのレーザー光を同

時に照射する事により光反応を制御することが可能であ

ることが理論的に示されている。我々は1光子・2光子同

時吸収、1光子・3光子同時吸収を用いたコヒーレントコ

ントロールを分子系・クラスター系に適用しその有効性

を確認する。 

 水素結合は特殊なエネルギー移動が期待され、励起バ

ンドを選択することにより特定の水素結合を切断できる

結合選択反応を実現できる可能性がある。我々は、水素

結合クラスターの赤外前期解離反応を調べこの可能性を

確認する。 

年度進捗 

 フェムト秒レーザーと高精度の干渉計とを用い、1光

子・2光子同時吸収による量子干渉効果を利用すること

により、光分解の結果生じた分解生成物を特定の3次元

方向に分離して飛行するよう制御することに世界で初め

て成功した。分離比は3：1に達しているが、さらなる改

善を試みている。この手法は分子種による制御効率の依

存度が小さく、種々の系に適用可能と考えられる。現在、

表面加工などへの適用を検討中である。 

 1光子・3光子吸収の量子干渉効果により反応収率の制

御を行うことが原理的に可能である。201nm・603nm
の1光子・3光子同時励起の可能な装置を組み上げ、種々

の分子やクラスターの光分解反応を探索した。その結果、

ジメチルスルフィド[(CH3)2S]の光分解反応で、2つの

レーザーの位相差を変えることにより分解生成物

CH3S+と CH3SCH2
+の反応収率を5%程度変化させるこ

とに成功した。これまで光分解反応の収率の制御例は

HI 分子の光分解／イオン化で報告されているのみであ

り、多原子分子で収率の変化を確認できたのは世界で初

めての成果である。 

 すでに水素結合の前期解離反応を利用することにより、

振動モード選択反応を実現できることを示している。本

年度は、キシレンを含むクラスターを用い、水素結合に

関与する振動モードを励起した場合、水の OH 対称伸

縮振動モードを励起した場合と比較し5割程度分解効率

を上げることが可能であることを示した。モード選択反

応は電子遷移において過去ハロメタンの紫外吸収を用い

た例が一例報告されているだけであり、一連の化合物で

制御が可能な例はこれが初めての例である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］反応制御、レーザー、位相制御 

 

［テーマ題目５］石英ガラスの微細加工プロセスの研究

（運営費交付金、産総研内部グラント） 

［研究代表者］新納 弘之（光反応制御研究センターレ

ーザー精密プロセスチーム） 

［研究担当者］新納 弘之、川口 喜三、佐藤 正健、 

奈良崎愛子、丁 西明、黒崎 諒三 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論など 

 石英ガラス材料（SiO2）に代表される（紫外）透明

材料は、光エレクトニクス分野の基盤材料として広く使

用されており、近年の高度情報化社会の発展を支える光

通信技術の進歩によって、高品位でかつ簡便・安価な微

細加工技術の開発が期待されている。当研究チームにお

いて独自に開発されたレーザー誘起背面湿式加工法

（LIBWE 法：Laser-induced backside wet etching）
は、ナノ秒パルスのエキシマレーザーを加工対象物の石

英基板の背面から照射し、色素を高濃度に含む有機溶液
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または水溶液のアブレーションによって誘起された高

温・高圧の特殊な反応場が石英基板表面を微細加工する

オリジナリティの高い手法である。本法は海外でも反響

を呼び、独国ライプチッヒ表面加工研究所およびゲッチ

ンゲン･レーザー研究所においても本法による光学素子

の微細加工の研究が進められており、情報交換を行って

いる。国内外で活発に研究が進んでいるフェムト秒レー

ザー加工と比較しても、下記のような特徴が挙げられる。 

a.加工部位の周囲にクラックなどのダメージが発生せ

ず、高品位な微細加工が可能である。 

b.加工表面の平坦度が高く、深さ方向は照射パルス数

の積算でナノレベルの精度で加工可能である。 

c.マスク縮小露光法を用いることで、任意のパターン形

状の大面積一括加工が可能である。 

 H15年度は、微細加工特性向上ならびに産業技術への

応用を目指し微細パターン構造を利用した表面機能化素

子や光学素子の試作を行った。 

年度進捗 

 レーザー誘起背面湿式加工法での微細加工特性を改善

するために縮小光学系の改良を行い、石英ガラスの0.75

ミクロン分解能のグレーティング（格子）作製に成功し

た。さらに、本法がＶ字溝形状を有する三次元加工にも

適用可能であることを明らかにした。さらに、微細パタ

ーン構造を利用した表面機能化素子として、あらかじめ

基板表面に自己組織化単分子（SAM）膜を作製した試

料に LIBWE 加工を行うと、SAM 膜のパターニングが

できることが分かった。SAM 分子と色素・蛋白質分子

の組み合わせを 適化することで、10ミクロン分解能ま

での色素や蛋白質分子薄膜の微細パターニングに成功し

た。これらの結果から、本法を、光学素子や化学・バイ

オセンサー等への応用するための知見が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造   

［キーワード］石英ガラス、精密微細加工、表面機能化

素子 
 

⑱【新炭素系材料開発研究センター】 
（Research Center for Advanced Carbon Materials） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：飯島 澄男 

副研究センター長：古賀 義紀 

総 括 研 究 員：古賀 義紀、湯村 守雄 

所在地：つくば市東1-1-1 第五事業所 

人 員：17（15）名 

経 費：386,286千円（319,319千円） 

 

概 要： 

 ナノチューブやナノホーンあるいは、DLC（ダイ

ヤモンドライクカーボン）に代表される炭素系物質・

材料は、そのナノスペースにおいて他の物質・材料に

見られないユニークな構造や機能を持っている。新炭

素系材料開発研究センターでは、炭素の究極の物性を

明らかにすると共に、炭素系物質・材料が作り出すナ

ノスペースの科学の構築を行い、これらをベースに環

境に適合しやすい炭素系材料の特徴を生かした環境・

エネルギー材料及び情報通信材料の開発を目指してい

ます。このため、ナノスペースを利用した新炭素系材

料の開発と産業化の可能性を明らかにするとともに､

ナノチューブなどの炭素系材料により、我が国の21世

紀の基幹材料としての位置づけを確立し、さらに実用

化に向けて企業との連携により､産業育成の実現を計

ることを目指しています。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

公益信託林女性自然科学者研究助成基金 「平成15年度

国際研究交流助成」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）ナノカーボン応用製品創製プロジェクト」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新的温暖化対策技術プログラム 低摩擦損失高効率

駆動機器のための材料表面制御技術の開発プロジェクト 

DLC 系皮膜技術」 

 

発 表：誌上発表38（28）件、口等発表81（30）件、 

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 
ナノカーボンチーム 

（Nano-Carbon Materials Team） 
研究チーム長：角舘 洋三 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 触媒制御、磁場・圧力等の特殊反応場を利用するこ

とによりナノ領域での構造、原子配列を制御したナノ

カーボン材料の合成、構造制御、構造・物性解析を行

い、ナノテクノロジー等への適用を目指したナノカー

ボン応用技術の開発を行う。ナノメータ領域で原子結

合・構造制御されたナノチューブや、異原子が配列制

御されたヘテロダイヤモンド等のナノカーボン材料は、

多くの優れた特性を有しており、より高度な構造制御

等を行うことにより、さらに潜在的な特性の発現も期

待される。そのため、ナノカーボン材料の工業材料化

に不可欠な量産技術の開発を行うとともに、成長・形

態制御、結晶制御、コーティング、微細加工技術を開

発して構造評価、電気的特性、機械的特性評価を行う

ことにより、新規な機能を発現する材料化基盤技術を

確立する。本チームでは、世界に先駆けて超微粒子触

媒による多層ナノチューブの量産技術の開発や高圧力
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による B-C-N 系新物質の合成に成功している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

表面機能制御材料チーム 

（Surface-Modified Materials Team） 
研究チーム長：田中 章浩 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノレベルで表面機能を制御した炭素系材料の合成

とそれらの構造・物性・機能評価によるトライボロジ

ー機能等に優れる新材料開発、およびそれらの機能発

現機構の解明等を目標とする。水圧機器部品への適用

のために、摩擦係数0.1以下、比摩耗量10-9mm3/Nm
台を目標に、優れた DLC 系膜の開発を行う。この目

標は世界のトップレベルのものであり、対象材料は水

圧機器等の省エネルギー・環境対応機器実用化の核と

なる。また、成膜面積・透明性・密着性の点で優れた

ナノクリスタルダイヤモンド合成技術の開発を行う。

ナノクリスタルダイヤ膜は、産業応用上極めて有望で

ある。さらに、炭素系材料の表面制御を行うことによ

り、化学的、電気的な新機能の発現を図ると共に、新

材料の評価を行う。新物質であるグラファイト(G)ボ

ールについては新たな物性探索、また、光反応により

極めて容易な表面機能のための制御技術の確立を目指

している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

カーボン計測評価チーム 

（Nano-Scale Characterization Team） 
研究チーム長：末永 和知 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 超高感度電子顕微鏡装置開発を通じ、これまで困難

であった新炭素系物質における原子レベルでの元素同

定や構造解析法を実現する。それと共に、これら評価

技術を駆使した新炭素系物質のナノスペース科学の構

築とその応用を目指した研究開発を行う。高感度元素

分析装置の開発において当チームは世界でもトップク

ラスのポテンシャルを有しており、とくに微量元素検

出感度においては世界 高のパフォーマンス実現を目

指す。また高精度構造解析においても世界に先駆けて

単分子・単原子の精緻な直接観察を実現してきた。今

後、原子分解能を持つナノカーボン材料分析法の確立

を目指し、それを応用した新規物性の出現を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ナノカーボン材料の開発（運営費交付

金） 

［研究代表者］角舘 洋三（新炭素系材料開発研究セン

ターナノカーボンチーム） 

［研究担当者］角舘 洋三、湯村 守雄、大嶋 哲、 

薄葉 州、畠 賢治、斎藤 毅、 

内田 邦夫、横井 裕之、吾郷 浩樹、 

若槻 雅男、北村 順也、水野 耕平、

吉田 理佐、阿部 祥子、平 玲香 

（職員8名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 単層ナノチューブの中間規模反応器での量産試験を行

い、触媒の改善（鉄系触媒）、原料の選択、プロセスの

適化を行って合成の効率化を行った。また B-C-N 層

状化合物の層流法による合成装置による連続合成が可能

であることを確認し、これをヘテロダイヤモンドに大量

に転換するための円筒型衝撃処理装置を試作し、転換率

20%以上を得た。単層ナノチューブを利用した電子デバ

イスを開発するために、加工したシリコン基板上に鉄系

触媒を塗布し、位置、方向の制御された吊り橋型単層ナ

ノチューブの合成に成功した。配列した多層カーボンナ

ノチューブ上に、生細胞を配置し、多層カーボンナノチ

ューブと細胞の親和性が高いことを確認した。また電磁

加速プラズマ溶射法により、従来不可能だった炭化ホウ

素厚膜の形成、さらにピンホールのない緻密な膜化が可

能になった。また熱的影響の制御により、特にクラスタ

ーダイヤモンドの溶射膜は真空下で非常に優れた摩擦特

性を示した。 

 

［テーマ題目２］表面機能制御材料の開発（運営費交付

金） 

［研究代表者］田中 章浩（新炭素系材料開発研究セン

ター表面機能制御材料チーム） 

［研究担当者］田中 章浩、古賀 義紀、梅田 一徳、 

長谷川 雅考、中村 挙子、山本 和弘、 

大花 継頼、石原 正統、中山 敦子、 

津田 統、津川 和夫、鈴木 雅裕、 

福村 京子、湯原 夏紀、鹿又美紀彦、 

田家 哲重（職員7名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 プラズマ CVD 法による DLC 系膜の合成と評価を行

い、水中で摩擦係数0.1以下、比摩耗量4x10-8mm3/Nm
を示し耐剥離性も良い皮膜を得た。皮膜の基板粗さは、

必ずしも鏡面仕上げでなくて良いことも明らかにした。 

 マイクロ波 CVD 法によるガラス基板上に大面積、高

密着性のナノクリスタルダイヤモンドを世界で始めて合

成した。また、光分解反応を用いることにより、従来の

表面修飾に較べて極めて容易にダイヤモンド膜表面のフ

ッ素化ができることを明らかにした。フッ素化ダイヤモ

ンド膜は高いはっ水性と低い摩擦特性を示すことを明ら

かにした。また、レーザー蒸発法により Ar 及び N2ガ

ス5～9気圧下で合成した G ボールを、透過電子顕微鏡、

X 線回折等により解析し、ナノレベルで制御された結晶

性の高いグラファイト層が、中心部まで密に詰まったボ
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ール状の多面体構造であることを明らかにした。 

 

［テーマ題目３］カーボン計測制御技術の開発（運営費

交付金） 

［研究代表者］末永 和知（新炭素系材料開発研究セン

ターカーボン計測評価チーム） 

［研究担当者］末永 和知、針谷喜久雄、 

Zhu Hongwei、瓜田 幸幾、 

Jeong Jong Seok、橋本 綾子 

（職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 超高感度元素分析においては、高感度検出器と高輝度

電子銃を導入することにより、カーボンナノホーンの先

端に修飾された Gd 単原子の検出に成功した。元素分析

による単原子検出も国内では初。高分解能電子顕微鏡法

においては軽元素である Ca 単原子の観察に成功した。

またこの Ca 単原子がナノ空間中で動き回る様子も捉え

られた。Ca 単原子の動的観察はおそらく世界で初めて。

特にカーボンナノチューブ、カーボンナノホーン、フラ

ーレン、またそれらの複合体（ピーポッドなど）の構造

解析や特性評価においては世界をリードする研究成果が

多く生まれており、多くの著名な外国誌にその成果を発

表している。 

 

⑲【シナジーマテリアル研究センター】 
（Synergy Materials Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：神崎 修三 

副研究センター長：山内 幸彦 

総 括 研 究 員：大司 達樹 

 

所在地：中部センター 

人 員：16（14）名 

経 費：314,339千円（124,495千円） 

 

概 要： 

 地球温暖化や廃棄物処理問題など、地球環境問題が

深刻化している現在、省資源・省エネルギー効果に優

れた技術や環境に優しい技術への早期転換が望まれて

いる。省エネルギー化や低環境負荷を実現するには、

さまざまなシステムや機器の高効率化や運転時の無害

化などが必要である。このようなシステムや機器を開

発するには、それらに使われている材料の高性能化や

高機能化が不可欠である。このような背景から、シナ

ジーマテリアル研究センターでは、エネルギーや環境

に関連する機器に使われる、優れた特性や機能を発現

する材料の開発を目指している。 

 材料がエネルギー・環境分野に広く用いられるには、

例えば、軽くて熱に強くしかも壊れにくい材料、電気

を通しやすくしかも有害なガスを分解する機能を持っ

た材料のように、これまでの欠点を克服し、かつ多く

の長所を合わせ持った材料を創る必要がある。生物の

世界では、互いに補い合って存在していることを見か

ける。これを共生効果（シナジー）と呼んでいる。人

が作り出す材料もよく考えて創れば、同じように良い

面だけを共生させることが可能である。 

 材料を顕微鏡で観察すると、数10万分の1mm～数

mm の大きさ、さまざまな形や分布をもった粒子、

空隙、繊維などで構成されていることが分かる。それ

らの大きさ、形、分布を精密に制御したり、種々の大

きさの粒子などを組み合わせたりすることにより、こ

れまでにないさまざまな機能や特性を共生させた材料

を開発することができる。このような構造制御の考え

を基本に、当研究センターでは産学官共同で推進中の

「シナジーセラミックス」プロジェクトを含め、(1) 

耐熱・耐食性と脱塵機能や耐熱衝撃性、変形許容性な

どを有する「高温高耐性材料の開発」、(2) 高強度・

高靭性と耐摩耗性あるいは低固体摩擦係数と高熱伝導

率を併せ持つ「摺動材料の開発」、(3) 選択分離機能

とエネルギー変換機能の多重化により、NOx の連続

浄化を可能とする「環境浄化材料の開発」、(4) 高温

腐食性雰囲気での酸素ガスの高速センシングあるいは

低温での水素ガスのセンシングを可能とする「環境認

識材料の開発」を実施している。以上の4つのテーマ

において、第1期では(1) 800℃以上の腐食性雰囲気下

において、50μm 以下の粉塵が捕集可能なフィルタ

ー材料、(2) 高荷重・無潤滑条件下で比摩耗量が従来

材料の1/10以下の材料、(3) 400℃以上の酸素共存雰

囲気下で連続的に NOx を還元除去する材料、(4) 腐

食性環境下でジルコニアセンサと同等の10msec の応

答速度を持つ高温用酸素センサおよび室温作動型水素

センサの開発を目標としている。 

--------------------------------------------------------------------------
外部資金： 

経済産業省 石油安定供給技術開発等委託費「シナジー

セラミックスの研究開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「シナジ

ーセラミックスの技術開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「水素安全利用等基盤技術開発水素に関する共通基盤技

術開発熱電式水素センサの研究開発」 

 

発 表：誌上発表58（57）件、口頭発表83（53）件、 

その他7件 

-------------------------------------------------------------------------- 
高温高耐性材料チーム 

（Durable High-Temperature Materials Team） 
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研究チーム長：大司 達樹 

（中部センター） 

概 要： 

 近年、エネルギー供給システムにおける燃焼ガス、

ディーゼルエンジンなどの自動車、工場やゴミ処理施

設等からの排気ガス中における有害物質の粉塵微粒子

が、環境汚染の原因として問題となっており、これら

の有害物質を高温での酸を含む過酷な腐食環境下で分

離、除去する機能を有するセラミックス多孔体の開発

が必要となっている。本研究開発では、気孔率40%以

上かつ平均細孔径50μm 以下の範囲で任意に連続細

孔の制御が可能で、さらには耐熱性、耐熱衝撃性、耐

食性に優れる多孔質セラミックスの開発を行い、モデ

ル部材での特性発現を実証した。また、超高温ガスタ

ービン等の高温で作動が可能なエネルギー供給システ

ムが出現すればエネルギー効率の飛躍的増大が期待で

きると言われている。このため、本研究開発では制御

された閉気孔等を導入することにより、室温の破壊エ

ネルギーが400J/m2以上の損傷許容性と、強度が同質

緻密体と同等で、弾性率が1/2以下の変形許容性を付

与する技術を開発するとともに、高耐熱・耐食性を付

与する技術を開発し、モデル部材での特性発現を実証

した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

摺動材料チーム 

（Tribological Materials Team） 
研究チーム長：平尾喜代司 

（中部センター） 

概 要： 

 暮らしを支えているさまざまな機器には、動力を伝

えるため回転、往復運動を行う部品（摺動部品）が組

み込まれている。近年、これらの機器の高性能化に伴

い、高速回転や長期運転しても摩耗が少なく高い精度

を維持する部品が必要となっている。当チームでは、

高い強度と優れた耐摩耗性を持ち、しかも潤滑性に優

れた摺動材料の開発を目指している。平成15年度は、

前年度までに得られた微構造－機械特性－摺動特性の

関係についての結果に基づきシビア摩耗領域における

セラミックスの摩耗機構を明らかにするととともに、

高強度、高靭性、高硬度など優れた機械特性と耐摩耗

性を共生させたセラミックス材料を創製するためのプ

ロセス技術の確立を目指した。その結果、従来の窒化

ケイ素に比べて1/10の低い比摩耗量を持つ高硬度・高

靭性α－サイアロンセラミックスの開発、並びに高強

度・高靭性アルミナの表面に耐摩耗層を付与した二層

構造アルミナの常圧焼結プロセスの開発に成功した。

また、種々のセラミックス材料についてメカニカルシ

－ルを想定した水潤滑下での摺動試験を行い、固体潤

滑材として高弾性率の炭素繊維を炭化ケイ素及び窒化

ケイ素マトリックス中に分散させたセラミックス／炭

素複合材料が極めて安定した摺動特性を示すことを明

らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

環境浄化材料チーム 

（Environment Purifying Materials Team） 
研究チーム長：淡野 正信 

（中部センター） 

概 要： 

 自動車排ガス等に含まれる NOx を分解する際に、

酸素があるとすぐに浄化能力が激減することが問題と

なっている。当チームでは、酸素共存下で高効率

NOx 浄化を行う「環境浄化セル」、その作動に必要な

電気エネルギーを排ガスの熱から取り出す「熱電変換

セル」及び、それらを一体化するプロセス技術を開発

し、外部からエネルギーを加えることなく、連続的に

排ガスを浄化する材料の開発を目指して研究を進めた。

平成15年度は、エネルギー変換機能と選択分離浄化機

能を多重化した材料の創製プロセス技術の確立と、自

立的な浄化機能の発現に関するモデル実証を図った。

環境浄化セルにおいてナノ構造を 適化した結果、選

択分離浄化機能の向上により、従来の触媒技術に比べ

て消費エネルギーが1/2となる、極めて高効率の NOx
浄化電気化学セルを開発した。さらにセルを大型化・

スタック化し、大型セルでも十分な浄化性能を発現す

ることができた。一方、熱電変換についても高変換性

能のモジュール化を進め、NOx 浄化セルとの一体構

造化により、自立かつ連続的な浄化デバイス作動の可

能性を実証した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

環境認識材料チーム 

（Environmental Sensors Team） 
研究チーム長：村山 宣光 

（中部センター） 

概 要： 

 地球環境保全の観点から、ゴミ焼却炉やエンジン等

から発生する有害ガスの監視・抑制が不可欠である。

また、快適・安全な生活空間の創出には、大気中の微

量有害物質を的確に検知するガス認識材料の開発が必

要である。当チームでは、耐食性等に優れた新素材の

活用とナノレベルの材料製造技術により、過酷な環境

下でも安定に作動するガス認識材料や高感度・高選択

性ガス認識材料（酸素、水素センサ）の開発を目指し

ている。平成15年度では、酸素センサについては、酸

化セリウム－酸化ジルコニウム固溶系において、カー

ボン添加沈殿法により粒子径を100nm 以下にするこ

とにより、中期目標の応答速度10msec を達成した。

水素センサについては、計測回路を含むモジュールを
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作製し、素子と同レベルの動作確認を行った。また、

揮発性有機シリコンを用いた被毒試験を行い、動作温

度が100℃程度であれば、劣化が少ないことを明らか

にした。さらに VOC センサとして有望な有機無機ハ

イブリッド材料の合成に成功した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高温高耐性材料の開発（石油安定供給

技術開発等委託費） 

［研究代表者］大司 達樹（シナジーマテリアル研究セ

ンター高温高耐性材料チーム） 

［研究担当者］近藤 直樹（職員2名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、エネルギー供給システムにおける燃焼ガス、デ

ィーゼルエンジンなどの自動車、工場やゴミ処理施設等

からの排気ガス中における有害物質の粉塵微粒子が、環

境汚染の原因として問題となっており、これらの有害物

質を高温での酸を含む過酷な腐食環境下で分離、除去す

る機能を有するセラミックス多孔体の開発が必要となっ

ている。従来のセラミックス多孔体は、腐食環境下で局

所的に1000℃以上の高温に曝されたり、逆洗されたりす

ることなどにより周期的に熱衝撃を受ける集塵フィルタ

ーとして使用する場合には、耐熱・耐食性あるいは耐熱

衝撃性などが必ずしも十分ではなく、また、制御可能な

細孔径、細孔分布、細孔の形状に限界があり、上記の高

温燃焼ガスなどにおける様々な寸法を有する煤塵などに

対応するには不十分な場合が多い。このような観点から、

気孔率40%以上かつ平均細孔径50μm 以下の範囲で任意

に連続細孔の制御が可能で、さらには耐熱性、耐熱衝撃

性、耐食性に優れる多孔質セラミックスの開発を目標と

した。特に今年度は石炭ガス化複合発電等における高温

集塵フィルターへの適用を想定した、外径55mm、内径

35mm、長さ100mm の円筒形状のモデル部材を作製し、

そのモデル部材において圧力損失、集塵効率、耐熱性、

高温ガス耐食性、耐熱衝撃性などの特性の発現を目指し

た。また、素材の観点からもさらなる性能向上を図るた

め、昨年度のイットリア－アルミナ添加系窒化ケイ素か

ら、より耐食・耐熱性の高いイッテルビア－シリカ添加

系窒化ケイ素およびサイアロン（Z=1）へと転換した。

このようにして得られたモデル部材の特性評価の結果は、 

① 1200℃に於ける強度劣化が20%以下 

② 耐熱衝撃性（⊿T）が1000℃以上 

③ 800℃、300ppm SO2雰囲気中に100時間曝露後の、

室温強度の劣化が10%以下 

④ 粒子径5μm のフライアッシュを8.5時間吹付けた

後の、フィルターの圧力損失増加がガス流速1m/分で

1kPa 以下、かつ圧力損失の初期値が10kPa 以下 

と、当初掲げた目標性能がすべて達成され、高温集塵用

フィルターとしての優れた実用可能性が確認された。 

 一方、超高温ガスタービン等の高温で作動が可能なエ

ネルギー供給システムが出現すればエネルギー効率の飛

躍的増大が期待できると言われている。このためにはそ

れらの部材に、耐熱性を有するセラミックスを使用する

必要があるが、現実の適用の際には、実使用環境下での

耐熱性とともに、①熱衝撃による破壊、②金属接合部の

金属との熱膨張差による破壊、③Na2SO4等の高温溶融

塩等の高温腐食環境下での、腐食による劣化、④種々の

き裂損傷による破壊、などが大きな問題となる。従って、

高温構造用部材としてのセラミックスの信頼性を確立す

るためには、実使用環境下での耐熱性・耐腐食性の確立

とともに、損傷許容性、変形許容性、耐熱衝撃性等の特

性の改善が必要である。このような観点から、本研究開

発では制御された閉気孔等を導入することにより、室温

の破壊エネルギーが400J/m2以上の損傷許容性と、強度

が同質緻密体と同等で、弾性率が1/2以下の変形許容性

を付与する技術を開発するとともに、高耐熱・耐食性を

付与する技術を開発し、モデル部材での特性発現を目標

としている。特に今年度は鍛造焼結法やシート成形法な

どにより窒化ケイ素の柱状粒子の配向や気孔の配向を行

い、損傷許容性や変形許容性の改善を試みるとともに、

これらの損傷・変形許容性窒化ケイ素の耐熱・耐食性を

改善するために、高融点粒界相の形成や窒化ケイ素上へ

の耐食性コーティングの検討を行った。さらにこれらの

開発技術がガスタービンの高温部品へ適用可能であるこ

とを検証するために、ガスタービン第一段静翼モデルを

作成し、バーナーリグにより部材の 高温度部位の温度

が1500℃となる条件にて１分間保持し放冷するサイクル

を100回繰り返す熱サイクル試験を行い、その健全性を

確認した。また、部材の耐水蒸気腐蝕の向上をねらった

耐 環 境 被 覆 層 （ Environmental Barrier Coating, 
EBC）形成品を作成し、同様の熱サイクル試験に供し、

その健全性を確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］フィルター、ガスタービン、強度、破壊

エネルギー、耐熱性、耐食性 

 

［テーマ題目２］高性能摺動材料の開発（石油安定供給

技術開発等委託費） 

［研究代表者］平尾喜代司（シナジーマテリアル研究セ

ンター摺動材料チーム） 

［研究担当者］吉澤 友一、周 游、宮崎 広行、 

兼松 渉、阪口 修司 

（職員6名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 セラミックスの摺動特性に関する基盤的な研究として、

アルミナ、窒化ケイ素、サイアロンを対象にシビア領域

における摩耗特性と材料の微細構造について系統的な検

討を行ってきた。これまでに得られた結果を総合的にま

とめることにより、(1) シビア領域における耐摩耗性は

材料の破壊抵抗と密接な関係があり、数十ミクロン以下
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の微視領域において高い破壊抵抗を示す材料が優れた耐

摩耗性を有すること、(2) 一方、数百ミクロン以上のき

裂進展領域で高い破壊抵抗を示す材料は粒子脱落が生じ

やすく耐摩耗性に劣ることを明らかにした。 

 昨年度までの研究により、窒化物系材料において高靱

性、高硬度、耐摩耗性を両立させるためには、(1) αサ

イアロン単相材料であること、(2) 微細な柱状粒子によ

り強化された微構造を持つこと、(3) 耐熱性に優れてい

ることという設計指針を得た。この知見に基づき柱状粒

子からなる Lu-α-サイアロンを開発し、本材料が

19GPa の高い硬度、5MPam1/2の高い靱性さらには低荷

重から高荷重の幅広い摺動条件下で優れた耐摩耗性（比

摩耗量は4～9×10-9mm2/N と窒化ケイ素の1/10以下）

を示すことを明らかにした。酸化物系材料については、

昨年度までに高強度・高靭性アルミナ（板状アルミナ粒

子から構成されるアルミナ）の表面に成形時に粒成長抑

制剤を塗布することにより耐摩耗性に優れた微細アルミ

ナを表層に形成させることが可能との知見を得ている。

本年度は塗布剤の濃度、量、成形体密度、焼成条件など

のプロセスパラメ－タを 適化することにより、560MPa
の高い強度、6.5PMam1/2の高い靱性、2×10-10mm2/N 以

下の低い比摩耗量を持つ常圧焼結二層構造アルミナを作

製することに成功した。 

 市販材料及び開発摺動材料を対象に、メカニカルシ－

ルを想定した摺動試験機を用いて水中での摺動特性の評

価を行った。摺動試験は固定された金属リングに回転す

るセラミックスリングを押し付けステップ状に荷重を増

加させその際の焼付性を評価した。アルミナ、窒化ケイ

素は現在メカニカルシ－ル材として用いられている市販

の炭化ケイ素に比べて半分以下の荷重で焼付きが生じ、

炭化ケイ素が水中での摺動部材として優れた特性を持つ

ことを明らかにした。さらに、(1) 高弾性率の炭素繊維

を分散させ固体摩擦係数を低減させた窒化ケイ素／炭素

複合材料は炭化ケイ素と遜色ない水中摺動特性を示すこ

と、(2) 同様の炭素繊維を含有する炭化ケイ素／炭素複

合材料は極めて安定した水中摺動特性を示すことを明ら

かにした。 

 構造セラミックスの低コストプロセスの開発にも取り

組んできた。特に、窒化物セラミックスに関してはシリ

コン粉末の反応焼結とその後の post-sintering を組み合

わせたプロセスにより高熱伝導窒化ケイ素及び高靱化サ

イアロンの製造を検討してきた。高熱伝導窒化ケイ素に

ついては通常の焼結プロセスと同じ熱伝導率を発現する

反応焼結プロセスを確立し、高靭化サイアロンについて

は強度630MPa、靱性5MPam1/2、硬度19GPa を持つα

単相サイアロン焼結体の製造に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］アルミナ、炭化ケイ素、サイアロン、窒

化ケイ素、摺動材料、破壊靭性、耐摩耗

性、焼きつき、メカニカルシール 

［テーマ題目３］環境浄化材料の開発（中小企業産業技

術研究開発委託費） 

［研究代表者］淡野 正信（シナジーマテリアル研究セ

ンター環境浄化材料チーム） 

［研究担当者］藤代 芳伸、柘植 明 

（職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 選択分離浄化機能の実用化へ向けた検討においては、

排ガス中の窒素酸化物（NOx）の浄化の際に、共存す

る酸素による NOx 分解反応の阻害の影響を如何に抑制

するかが重要である。昨年度までに、ナノ～ミクロスケ

ールの構造制御を電気化学セルの中の触媒電極層に施す

ことにより、電気化学セル方式では世界 高となるエネ

ルギー効率を実現したが、本年度はさらに実用性能レベ

ルに到達するために、触媒電極層の中でナノ構造の精密

制御を行った。具体的には、電気化学セルへ電場を加え

ることにより、触媒電極層を構成するイオン伝導体－電

子伝導体の界面において、電気化学反応（電場による酸

化－還元反応）が進行するが、その反応条件を 適化す

ることに成功した。すなわち、電気化学反応によって、

ナノ空間と NOx 選択浄化相のナノ粒子が、イオン伝導

体と接するような構造が多量に形成された。これにより、

NOx 分子に対する選択性の極めて高い、還元分解浄化

反応が実現した（ナノ空間に導入された NOx 分子が、

Ni ナノ粒子とイオン伝導体（YSZ）を反応が進行する

「場」として働く結果、効果的に分解されたもの）。こ

の反応メカニズムが働くことにより、排ガス中の共存酸

素の影響が大幅に低減された結果、大幅なエネルギー効

率の向上に成功した。測定値としては、従来の触媒技術

による排ガス中の NOx 浄化時に損失するエネルギーの

約1/2の消費エネルギーで連続的な NOx 浄化が可能と

いう、極めて高いエネルギー効率に到達した。 

 さらに試験用の小型サンプルのみならず、大型セルに

より同様の高効率 NOx 浄化を可能とすることも、実用

化を目指す上では重要な課題であるため、面積100cm2

の大型セルを作成して、その性能向上を検討した結果、

小型サンプルと同様に実用レベルの性能を達成した。ま

た、大型セルを用いた NOx 浄化セルスタックを作製し

た。 
 一方、エネルギー変換機能の向上と浄化－熱電一体化

による能動的機能発現の実証を図った。これまで既に、

熱から電気へのエネルギー変換が可能なセラミックス材

料として開発に成功している、n 型多結晶体としては世

界 高レベルであるチタン酸塩化合物や、その他高い変

換性能を有する n 型及び p 型の熱電変換セラミックス

を用い、発電セル及びモジュール化技術の検討を進めた。

その結果、発電出力40mW/cm2という、NOx 浄化用電

気化学セルの作動に必要な電力に匹敵する単セル出力

（単位面積当たり）が得られた。さらにこのセルをモジ

ュールとして発電出力向上を図ると共に、前項の NOx
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浄化用電気化学セルとの一体構造化を行い、排ガス廃熱

エネルギーの電気エネルギーへの変換利用による、外部

エネルギー不要の自立連続的な NOx 浄化機能が可能で

あることを実証するための検討を行った。浄化－熱電一

体構造化モジュールの作製を進め、外部からの電力供給

がない状態で、熱エネルギーからの変換により発生した

電力による NOx 浄化性能を評価したところ、連続的な

NOx 浄化が可能であることが実証された。 

 このように、社会的なニーズの高い課題である環境浄

化と省エネルギー化の両立を可能とするべく、高効率の

環境浄化材料の開発及び高効率のエネルギー変換回収利

用を図り、研究開発を進めた結果、主としてナノ構造の

制御を行った電気化学セルによる、排ガス中 NOx 浄化

のための選択分離浄化機能の実用レベルへの高度化に成

功した。また、エネルギー変換機能の利用のために熱電

セラミックスの開発を進め、電気化学セルの作動に必要

な電力を供給可能なレベルの高性能化に成功した。さら

に両者を一体化したモジュールにより、外部エネルギー

供給なしに自立連続的な排ガス中 NOx 浄化が可能であ

ることを実証した。これらの成果に基づき、今後は実用

化へ向けたユーザーとの実証化共同研究や、新規な小型

集積型リアクター開発への展開が期待される。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］電気化学セル、NOx 浄化、イオン伝導、

ナノ反応場、熱電変換、モジュール化 

 

［テーマ題目４］ガスセンサの開発（運営費交付金、独

立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構受託研究費、共同研究費） 

［研究代表者］村山 宣光（シナジーマテリアル研究セ

ンター環境認識材料チーム） 

［研究担当者］松原 一郎、申 ウソク、伊豆 典哉 

（職員4名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 耐食性に優れる酸化セリウムを用いた抵抗型酸素ガス

センサの開発、熱電変換機能と触媒機能とを組み合わせ

た水素センサおよび有機無機ハイブリッド材料を利用し

た VOC センサの研究開発を進めた。酸素センサについ

ては、量産可能な新しい沈殿法を酸化セリウム微粒子合

成に適用した。この手法は、ゲル状の酸化セリウム前駆

体とカーボン粉をナノメートルレベルで混合し、その後

熱処理によりカーボン粉を除去する方法であり、10から

20nm の粒径である酸化セリウム微粉末が得られた。こ

の微粉末を用いて、ペーストを作製し、スクリーン印刷

により粒径が約100nm である多孔質厚膜体を作製する

ことができた。高速応答評価装置を用いて800℃におい

て高速応答を評価した結果、応答時間10ms が確認され、

中期目標を達成することができた。 

 熱電式水素ガスセンサについては、低コストで高信頼

性の水素ガスセンサとして実用化するために必要なシリ

コン基板上への集積化技術を開発した。熱電膜の薄膜化

として RF スパッタで SiGe 薄膜を作製した。また、シ

リコン基板上のマイクロ素子の実用化のためには電極構

造及び絶縁膜構造が必要となる。前年度末に新規導入し

た CVD・RIE 装置を用いて、多層薄膜構造のセンサ素

子を作製し、特性を評価した。室温でもセンサ出力は得

られるが、100℃以上の温度範囲では信号出力が安定し

ているため、実用化に有利である。水素濃度と信号出力

は直線的な関係であり、100ppm の低濃度でも良好な応

答特性が確認された。白金触媒薄膜については、その粒

子形状や分散状態等の微細構造と水素ガス燃焼反応によ

る表面温度上昇等の触媒特性の関係を系統的に研究し、

そのメカニズムを理解したうえ 適なプロセス条件を確

立した。さらに、触媒の被毒特性に関しては、揮発性シ

リコン HMDS をとりあげ、100℃という比較的低い動

作温度では被毒されにくいことが判明した。 

 VOC センサについては、シックハウス対策に用いる

VOC センサのニーズを的確に把握するため、当研究セ

ンター独自で、民間シンクタンクへの委託調査を行った。

その結果、VOC に対する国民の意識が非常に高く、高

選択性・小型・連続モニタリングが可能な VOC センサ

の開発が緊急の課題であることが判明した。有機無機ハ

イブリッド材料に注目し、ガスセンサに必要な分子認識

機能と信号変換機能をそれぞれ有機化合物と無機化合物

に分担させることで高い選択性を実現するという新しい

コンセプトに基づき、無機層状化合物である酸化モリブ

デン（MoO3）の結晶層間にポリピロール（PPy）がイ

ンターカレートした有機無機ハイブリッド材料

（(PPy)xMoO3）を作製した。この材料は、ホルムアル

デヒドに対しては明確な応答を示すのに対して、トルエ

ンには応答しなかった。ホルムアルデヒドに対して高い

選択性を有するセンサ材料の創製に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］水素センサ、酸素センサ、VOC センサ、

センサ、熱電変換、触媒反応、ナノ粒子、

有機無機ハイブリッド材料 

 

⑳【超臨界流体研究センター】 
（Supercritical Fluid Research Center） 

（存続期間：2001.4.～） 

 

研究センター長        ：新井 邦夫 

副研究センター長：鳥居 一雄 

総 括 研 究 員：鳥居 一雄 

 

所在地：仙台市宮城野区苦竹4-2-1、東北センター 

人 員：16（14）名 

経 費：217,867千円（119,754千円） 

 

概 要： 
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 超臨界センター 

１．研究目標 

 超臨界流体反応場を利用した環境調和型有機合成

プロセスの開発を目的とした研究を実施し、化学工

業の発展に資する。即ち、超臨界水と超臨界二酸化

炭素を反応溶媒として利用するだけでなく、反応基

質、触媒として全く新たな有機合成の可能性を追求

すると共に、高温高圧制御技術の発展を通して、分

光学その場測定法を駆使して反応性の発現機構の解

明を行い、基礎と応用の有機的な連携のもとで成果

を効果的に発展させる。超臨界二酸化炭素有機合成

研究は競争的研究課題であり、一方超臨界水有機合

成反応は当センターの独断的課題であり、両者とも

先端的な成果を出している。 

 第一期中期計画の目標は次のとおりである。 

・超臨界水反応場を利用したプロトン利用有機合

成法を確立する。 

・超臨界二酸化炭素を反応媒体及び基質とするウ

レタン、エステル化合物等の合成技術を開発す

る。 

２．研究計画 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成プロセスの開発 

① 超臨界水を利用した有機合成反応の構築 

 酸あるいは塩基触媒を必要とする工業的に重

要な不均化反応、Diels-Alder 反応などの超臨界

水合成技術について検討する。 

② 超臨界水の in-situ（その場）測定技術の開発 

 超臨界水に適用可能な流通式高感度反応シス

テムの開発を行う。 

③ 高温・高圧反応制御システムの開発 

 50MPa 以上の高圧で安定に運転可能な超臨界

水供給システムを設計・試作する 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を利用した有機合成プロ

セスの開発 

① 超臨界二酸化炭素を利用した有機合成反応の

構築 

 超臨界二酸化炭素を基質とするカーボネート

化合物等の合成や選択的アルコール合成反応を

検討すると共に、触媒設計手法の研究に着手す

る。 

② 超臨界二酸化炭素の in-situ 測定技術の開発 
 in-situ 測定技術による溶媒特性や反応ダイナ

ミクスについて検討する。 

３．研究の内容・成果 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成プロセスの開発 

① 超臨界水反応場を用いた有機合成反応の構築 

 有機溶媒中ではパラジウム触媒を必要とする

炭素間カップリング反応が無触媒超臨界水中で

進行することを見出した。超臨界水条件（377℃、

25MPa、10分）でヨードベンゼンとスチレンか

ら収率56%でスチルベンが得られた。超臨界状態

まで急速昇温し反応後速やかに冷却できる超臨

界水マイクロリアクションシステムによりモノ

テルペンアルコール合成を行った。2-メチル-3-

ブテン-2-オールを超臨界水で処理（375℃、

30MPa、7.7sec）することで、無触媒でラヴァ

ンジュロールが59%の収率で得られた。 

② 超臨界水の in-situ 測定技術の開発 

 高温高圧対応の過渡吸収測定装置を開発し、

超臨界水中380℃において密度を変化させてエキ

シプレックスの紫外可視吸収ピークのシフトを

測定し、超臨界水中での短寿命種周辺の局所密

度を検討した。その結果、超臨界二酸化炭素の

時と同様に臨界密度近傍で局所密度が増大する

結果を得た。 

 また、超臨界水 NMR プローブは400℃におい

て従来技術より高い精度（±3℃）で温度制御が

可能となり、良好なスペクトルの観察ができる

ようになった。 

③ 高温・高圧制御システムの開発 

 500℃・150MPa でも安定に運転可能な連続式

超臨界水反応システムのプロトタイプを試作し、

同装置の基本性能（高圧供給性、温度制御性、

高圧減圧性など）を検討した。高圧供給性に関

しては、3連特殊プランジャーの採用により数時

間の安定供給が可能であることを確認したが、

高圧減圧性については、ばね式特殊保圧弁一段

での減圧では耐久性に問題があることが判明し

た。（複数段の減圧機構、あるいはオリフィス、

キャピラリー減圧との組み合わせが必須であ

る）温度制御性に関しては、特に問題なく円滑

に制御可能であった。 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を利用した有機合成プロ

セスの開発 

① 超臨界二酸化炭素反応場を利用した有機合成

反応の構築 

 ナイロンの中間原料である KA オイル（シクロ

ヘキサノンとシクロヘキサノールの混合物）を

超臨界二酸化炭素溶媒と担持金属触媒による多

相系反応システムを利用して合成することを検

討した。超臨界二酸化炭素溶媒中では活性炭担

持ロジウム金属触媒が も活性で、反応温度

50℃でフェノールを水素化し KA オイルが得られ

ることを明らかにした。また水素圧および二酸

化炭素圧によりシクロヘキサノンとシクロヘキ

サノールの選択性が制御できることを見いだし

た。 

 超臨界二酸化炭素溶媒中で酸化マグネシウム

触媒によりアセトアルデヒドのアルドール反応

について検討した。転化率と選択性は溶媒であ
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る二酸化炭素の圧力により変化することを見出

した。即ち二酸化炭素圧5MPa 以下ではアセトア

ルドールが優先的に、12MPa 以上ではクロトン

アルデヒドが優先的に生成することを明らかに

した。 

② 超臨界二酸化炭素の in- situ 測定技術の開発 

 超臨界二酸化炭素と液体溶媒とからなる多相

系反応システムの特性を調べるため、新たに高

圧 MRI 測定システムと高圧電気伝導度測定セル

の開発を行った。液体溶媒に二酸化炭素を加・

溶解していくと、臨界点近傍で顕著な体積膨張

が起こることが高圧 MRI 法による画像から観察

された。この膨張液体中では二酸化炭素の加圧

にともない、拡散係数が増加することが確認さ

れた。また、イオン性液体に二酸化炭素を加

圧・溶解すると体積膨張はそれほど認められな

いが、電気伝導度は顕著に増加しイオン性液体

中の物質輸送が大幅に改善されることを明らか

とした。 

-------------------------------------------------------------------------- 
経産省 エネルギー使用合理化技術開発委託費 

大項目名：ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開発 

中 項 目：超臨界流体利用環境負荷低減技術 

小 項 目：超臨界流体による特異的有機合成技術の研究 

 

NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

「超高速化学合成プロセス創製に向けた超臨界流体制御

技術の開発」 

 

地域新生コンソーシアム研究開発事業 

「超臨界 CO2を溶媒とした新規ドライクリーニングの

実用装置の開発」 

 

発 表：誌上発表40（28）件、口頭発表64（17件）件、 

その他6件 

-------------------------------------------------------------------------- 
有機反応チーム 

（Organic Synthesis team） 
研究グループ長：白井 誠之 

（東北センター） 

概 要： 

 環境に優しい有機物質の効率的な合成・製造法を創

出するために、従来の有害な有機溶媒の代替として、

超臨界水と超臨界二酸化炭素を反応場として活用する

新しい環境調和型有機合成法を確立することを目的と

する。今年度は以下の研究を行う。 

 酸または塩基を必要とする工業的に重要であるラク

タム等の有機化合物の超臨界水を用いた合成法を実施

する。また Heck 反応などの炭素間カップリング反応

について無触媒下で行い。その反応性を検討し従来と

の比較を行う。 

 また、超臨界二酸化炭素を反応溶媒として用いる有

機合成反応を検討し、触媒活性などによる反応性の向

上を目指す。工業的に重要な不飽和化合物（例えばフ

ェノール）の選択的水素化反応を検討する。またイオ

ン性液体と超臨界二酸化炭素を使った新しい反応系に

ついて検討する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

流体特性解明チーム 

（Fluid Property team） 
研究グループ長：生島 豊 

（東北センター） 

概 要： 

 超臨界流体プロセス技術の実用化の達成には、超臨

界流体の溶媒特性、反応ダイナミクス等のミクロな視

点からの基礎データが重要である。そのためには、高

温・高圧 in-situ 測定システム技術の利用が必要不可

欠である。このような観点から、平成15年度はバッチ

型及び流通式高温・高圧 NMR in-situ 測定システム

の開発とその応用として、高温・高圧 NMR 測定シス

テム開発に必須な高温高圧流通式プローブを製作し、

超臨界水 NMR を用いて、超臨界水中で有機化合物の

挙動の観測をするとともに、新たな反応系への展開を

図る。また、独自に開発したポリマー樹脂を用いた高

圧 NMR 用セルを装着した高分解能型高圧 NMR によ

り、超臨界二酸化炭素に対応した in-situ NMR 測定

技術の高度化に努め、超臨界二酸化炭素中でのイオン

性流体やフッ素配位金属錯体のダイナミクス等につい

て検討する。 

 分光系では、過渡吸収法による超臨界流体の溶媒機

能の解明のため、450℃・40MPa に適用可能なピコ秒

過渡吸収測定装置を開発する。さらに、これまでに超

臨界二酸化炭素中での光化学反応について、反応中間

体の溶媒和構造や反応速度と局所密度との関係を明ら

かにしたが、新たに超臨界水中での光励起反応につい

て検討する。 

 また、超臨界マイクロエマルジョンの物理化学的特

性の解明 UV/Vis や蛍光法のその場測定により超臨

界二酸化炭素中で生成する逆ミセルの物理化学的特性

を明らかにし、ナノスケール物質の合成を含めて、

種々の化学反応の反応場としての展開を図る。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

材料合成チーム 

（Material Synthesis team） 
研究グループ長：林 拓道 

（東北センター） 

概 要： 

 環境負荷低減の観点から有機合成プロセス技術の開
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発が求められており、特に超臨界二酸化炭素利用有機

合成では研究加速のための新規触媒の開発が必用であ

る。本チームはその触媒開発を行うとともに、超臨界

水反応場の特異な性質を利用したナノ無機材料合成に

おける粒子生成機構について研究する。 

 超臨界二酸化炭素を反応場とする有機合成反応に利

用できる固体触媒の開発を目的に、水熱合成を検討し、

合成条件と生成物の表面特性及び触媒活性との関係を

明らかにする。また、超臨界水反応場を利用した無機

微粒子の合成における反応条件と生成微粒子の結晶粒

径など諸特性との関係を化学工学的に解明するととも

に、流通式超臨界水熱合成システムの装置特性の解析

及び微粒子回収法などの開発を行う。 

 一方、超臨界水環境下では反応装置材料の腐食が懸

念されることから、反応装置材料の選定方法の確立に

ついて検討する。環境因子と材料因子を整理し、文献

データと合わせて、超臨界水環境下での材料腐食デー

タベースの構築を試みる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

プロセスチーム 

（Supercritical Fluid Process team） 
研究グループ長：鈴木 明 

（東北センター） 

概 要： 

 超臨界流体の特性を 大限に引き出すプロセスの構

築を目標に、既存技術では困難とされる高圧・高温領

域を制御する技術の開発に着手し、実用プロセスをイ

メージした広範囲な温度･圧力条件に対応できる独自

の実験装置の開発を進めると同時に、超臨界流体中で

の流動･伝熱のシミュレータの開発を行い、反応器構

造 適化などに取り組む。高温・高圧制御システムの

開発において、超臨界水の特性を 大限に引き出すた

めに密度を高くする必要があり、300MPa 程度までの

高圧の利用が重要と考えられる。現在は既存の超臨界

水実験装置の圧力限界は高々50MPa 程度であり、独

自の装置開発が期待されている。当面の目標として、

500℃、150MPa でも安定に運転可能な超臨界水供給

システムを設計･試作し、マイクロリアクターと組み

合わせた超臨界流水連続反応装置を開発する。更に、

超臨界流体で観測された Piston Effect を効率よく計

算するための定式化を行い、Piston Effect と流れが

共存する場合の数値解析を行うとともに、実際の超臨

界水反応器構造における問題点を解決すべく各種の数

値解析を行なう。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］超臨界流体による特異的有機合成技術

の研究（経済産業省委託費） 

［研究代表者］新井邦夫（超臨界流体研究センター） 

［研究担当者］鳥居 一雄、生島 豊、白井 誠之、 

鈴木 明、林 拓道、畑田 清隆、 

倉田 良明、佐々木皇美、増田 善雄、 

佐藤 修、川波 肇、金久保光央、 

相澤 崇史、伯田 幸也 

（職員14名、他 名） 

［研 究 内 容］ 

１．目標 

 化学プロセスにおいては、環境負荷低減、省エネル

ギー、省資源を実現するための新技術が求められてい

る。高温・高圧の状態にある流体の一種である超臨界

二酸化炭素や超臨界水等のいわゆる超臨界流体は、従

来から使用されてきた有害な有機溶媒の代替としてば

かりではなく、特異な機能を持つ媒体として注目され

ている。本研究では、超臨界流体を用いた環境調和型

の有機合成反応プロセスの基本技術開発を加速させる

ために超臨界流体の溶媒特性や反応ダイナミックスの

解明を目的とする。 

２．研究計画 

 高温・高圧の状態にある流体の一種である超臨界水、

二酸化炭素等を反応場とする、環境調和型の反応・プ

ロセス技術を開発する。同時に、これらの技術開発を

支援するために、in-situ 測定技術等を用いて超臨界

流体の溶媒特性や反応ダイナミクスを解明する。この

ような観点から、以下の研究を実施する。 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成技術の研究開発、 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を用いた有機合成技術の

研究開発、 

(3) 流体特性の解明研究 

３．平成15年度進捗状況 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成技術の研究開発 

 有機溶媒中ではパラジウム触媒を必要とする炭素

間カップリング反応が無触媒超臨界水中で進行する

ことを見出した。超臨界水条件（377℃、25MPa、
10分）でヨードベンゼンとスチレンから収率56%で

スチルベンが得られた。 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を用いた有機合成技術の

研究開発 

 二酸化炭素を溶媒とし酸化マグネシウム触媒を用

いてアセトアルドールの縮合反応について検討し、

圧力によって生成物の選択性を制御でき、アセトア

ルドール（二酸化炭素圧＜5PMa、収率73%）とク

ロトンアルデヒド（二酸化炭素圧＞12PMa、収率

96%）が得られることを見出した。 

(3) 流体特性の解明研究 

 高圧 MRI 測定システムと高圧電気伝導度測定セ

ルの開発を行った。液体溶媒に二酸化炭素を加圧・

溶解していくと、臨界点近傍で顕著な体積膨張が起

こることが高圧 MRI 法による画像から観察された。

この膨張液体中では二酸化炭素の加圧にともない、



研 究 

(104) 

拡散係数が増加することが確認された。また、イオ

ン性液体に二酸化炭素を加圧・溶解すると体積膨張

はそれほど認められないが、電気伝導度は顕著に増

加しイオン性液体中の物質輸送が大幅に改善される

ことを明らかとした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界水、超臨界二酸化炭素、有機合成、

触媒、流体特性 

 

［テーマ題目２］超高速化学合成プロセス創製に向けた

超臨界流体制御技術の開発（NEDO 産

業技術研究助成事業費助成金） 

［研究代表者］相澤 崇史（超臨界流体研究センター流

体特性解明チーム） 

［研究担当者］金久保光央、川波 肇、松嶋景一郎 

（北海道立工業試験場）、増田 善雄、

佐藤 修 

［研 究 内 容］ 

 自然界に大量に存在する水や二酸化炭素を超臨界状態

として機能化して利用するプロセスは、環境調和型プロ

セスとして注目を集めている。特に高温・高圧条件

（400℃、40MPa）の超臨界水は、無触媒かつ秒オーダ

ーの反応時間でカプロラクタムの合成が達成されるなど

有望な結果が得られている。しかし、高温反応のため副

反応を抑えられず、プラント化の障害となっており、革

新的生産プロセス実現のためには、目的物を選択的に合

成するための精密に制御された反応場を提供が必要であ

る。そこで、本研究課題では、超臨界流体場の基質導

入・混合状態を把握し、反応器の 適化及びコンパクト

化を行う。即ち、反応場可視化観測システムを開発し、

世界初の超臨界水の反応混合部の直接観測を行い、流

れ・伝熱のメカニズムを解明し制御法の確立を図る。さ

らに、それらの知見を用いて設計・開発された流通式反

応器を用いて、有望な反応の探索と条件の 適化を行い、

既存プロセスを凌駕する生産性を達成する反応の提案を

行う。これにより、脱有機溶媒の環境調和型、酸触媒を

不要とした省資源型、大きな反応装置を必要としないエ

ネルギー 小型の次世代化学合成プロセスの提案を図る。

平成15年度は今後の研究に必要なツールの開発や検討を

行った。具体的には混合部を直接観測するシステムの開

発、急速昇温装置の検討、マイクロリアクター反応装置

の開発である。また、既存の観測装置を用いて反応場制

御の重要性を反応中間体への場の影響を検討することで

明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界流体、反応場観測、反応場制御 

 

［テーマ題目３］超臨界二酸化炭素を溶媒とした新規ド

ライクリーニングの実用装置の開発（地

域新生コンソーシアム研究開発事業） 

［研究代表者］鈴木 明（超臨界流体研究センタープロ

セスチーム長） 

［研究担当者］ 

［研 究 内 容］ 

 ドライクリーニング技術は、有機溶剤（主に石油系溶

剤）の溶解力を利用した洗浄法が一般的であるが、本技

術は、乾燥工程で使用されるエネルギー量及び大気に放

出される溶剤量が莫大であり、省エネ省資源ならびに環

境問題の観点から多くの問題を有している。これに対し、

超臨界二酸化炭素は無害であるとともに溶解性に優れて

おり、新規なドライクリーニング洗浄剤として有望であ

る。本研究開発の目的は、31℃・7.3MPa で容易に超臨

界状態となる二酸化炭素の優れた溶解性能、拡散性、浸

透性と、温度と圧力変化による溶媒物性変化を利用した

熱駆動ポンプ（加熱により圧力差を誘起し、これを駆動

力として二酸化炭素を吐出）による衣料用ドライクリー

ニング装置の開発である。本技術の開発課題は洗浄処理

時間の短縮や消費エネルギー極小化、超臨界二酸化炭素

と衣料との接触方式や助剤開発による洗浄効果の向上及

び操作手順の 適化・自動化による操作性向上等である。 

 平成15年度では、前年度に設計製作した4連吐出器と

冷却能力の増強を行った凝縮器を、現有の試験装置に組

み込んで、4連吐出器の切替タイミングにより洗浄時間

30分で行なうシーケンスを設計し、それに基づいた洗浄

実験を実施し、各種の基礎データを取得した。また、衣

料22kg の処理量と高効率洗浄を実現するための実効内

容積50L の洗浄槽を新規に製作するとともに、洗浄効果

のキーポイントが溶媒循環サイクルへの汚染物質の同伴

であることを明らかにし、その対策として分離フィルタ

ーの効果を実験的に検証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ドライクリーニング、超臨界二酸化炭素 

 

21○【スマートストラクチャー研究センター】 
（Smart Structure Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究センター長        ：秋宗 淑雄 

副研究センター長：西郷 宗玄 

総 括 研 究 員：西郷 宗玄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：15（14）名 

経 費：248,169千円（171,363千円） 

 

概 要： 

１．使命 

 本センターは、輸送用機器やプラントおよび土木

インフラストラクチャー等の構造体の信頼性を向上

させるためのスマートストラクチャー技術開発を目
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標とする。本技術開発により、大きな災害を引き起

こす破壊を 小限に抑えるとともに構造全体の機能

を向上させ、更に構造体供用時のメンテナンスコス

ト削減を図るものである。具体的には、センシング、

アクチュエータ技術、新材料とその特性解明、信号

分析、構造制御や情報化技術などにおける目に見え

る技術に根ざした革新的な産業技術を企業や大学と

ともに開発することである。 

 さらに、産業界や学会と緊密な研究協力体制の下

で、センターの中期計画で謳った「スマートパッチ

の開発」に注力し、開発過程で確立された個別技術

についての適用も並行して推進していく。したがっ

て、研究の中心はスマートパッチ技術を構造体に利

用する技術の開発であり、そのために重要課題とし

て以下の3つの課題を設定し研究活動を遂行するが、

産業界からの個別技術提供の要請には随時応えてい

く。(萌芽的な課題や直接的な応用研究も実行す

る。) 

１）ハイブリッドセンシングパッチの開発 

２）スマートパッチ用マイクロセンサ・トランス

デューサ開発 

３）車両騒音制御技術の開発 

２．方針 

 本センターにおいては中期計画である｢スマート

パッチの開発｣とそれを創出するための個別技術を

産業界に技術移転することを活動指針とする。 

 したがって、当センターにおける研究員は、材料、

センサ／アクチュエータ、情報処理技術や、プロト

タイプの実証試験に至る多領域の融合研究を重視し、

目標値を設定した応用研究を行い、産業界との連携

役として、スマートストラクチャー関連技術開発を

推進し企業に技術移転を行う研究開発を実行する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 
経済産業省 電源多様化技術開発等受託費「フライホイ

ール電力貯蔵用高温超電導軸受技術開発」 
中小企業産業技術研究開発委託費「高機能コンクリート

型枠（スマートモールド）の開発」 
財団法人エンジニアリング振興協会委託費 
「ハイブリット型センシング技術に関する調査研究」 
 
文部科学省 科学技術研究費「鉛非含有ビスマス系新規

強誘電・圧電薄膜デバイスの開発」 
「超音波伝播特性による繊維強化プラスチックの長期耐

久性評価手法の開発」 
「金属コアを持つ PZT 圧電ファイバの作成、及びスマ

ートボードへの利用」 
 
独立行政法人科学技術振興機構受託費「酸素透過性セラ

ミックス薄膜の成膜プロセスの確立」 

発 表：誌上発表69（57）件、口頭発表92（38）件、 

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
センシング技術研究チーム 

（Sensing Technology Team） 
研究チーム長：高坪 純治 

（つくば中央2） 

概 要： 

 生体の有する神経網に倣った損傷検知機能を構造体

に付与することを究極の目標として、損傷信号を検知

するためのスマートセンシングパッチ技術の開発と、

損傷の位置と規模を検出するための信号逆解析手法の

確立に取り組んでいる。計測ツールとしては、圧電素

子、光ファイバ、電磁波伝送線路を用い、これらの損

傷検知センサを配列したセンシングパッチを構造体に

張り付け、き裂の進展や劣化の進行をリアルタイムに

監視できる構造ヘルスモニタリング技術を提供する。 

 圧電体センシングパッチ技術については、昨年度ま

でにほぼ完了し、現在は、ひずみと超音波を同時計測

できる FBG 光ファイバセンシングパッチ技術や、炭

素繊維や金属箔を伝送線路とした電磁波センシングパ

ッチ技術の開発に取り組んでいる。実用化に向けての

課題は、広範囲の損傷をモニタリングできる安価な計

測システムの開発と、損傷検知機能の高精度化である。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

構造制御技術研究チーム 

（Smart Vibration Control Team） 
研究チーム長：西郷 宗玄 

（つくば中央2） 

概 要： 

 構造体の致命的損傷を防止するための損傷抑制技術と

して、損傷部分へ荷重が負荷されないようにするための

振動制御技術開発および高出力圧電アクチュエータ開発

を実施する。振動制御ではストリームライン制御と損傷

領域の制振制御技術開発を行い、高出力アクチュエータ

開発では、-50℃から150℃の範囲で圧電常数が大きい非

鉛タングステンブロンズ系圧電材料の開発を行うととも

に、高荷重で高変位な構造の高出力アクチュエータの開

発を進める。 

１）振動制御技術の開発 

 構造部材の損傷抑制の観点から、進行波型振動制御

（ストリームライン制御）と定在波型振動制御を用い

た損傷進展防止制御法の開発に取り組む。進行波型振

動制御では仮想バネ質量系を使う波動吸収ダンパの開

発、定在波型振動制御ではき裂箇所の局所的な振動抑

制のための制御アルゴリズム開発およびクラスタ制御

のスマートボードへの適用を行う。 

２）ピエゾ式高圧アクチュエータの開発 

 タングステンブロンズ系化合物の開発では、大気焼
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結による選択粒成長技術を取り込んだ焼結法による材

料開発を進め、基本組成のドメイン制御を可能とする

元素の確認とドメインを制御した焼結手法の確立に取

り組む。また、ピエゾ式高圧アクチュエータの開発で

は、圧電特性 d33＞200pC/N を有するタングステンブ

ロンズ系材料でアクチュエータを試作する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

デバイス技術研究チーム 

（Device Technology Team） 
研究チーム長：飯島 高志 

（つくば中央2） 

概 要： 

 スマートパッチに応用可能な圧電薄膜デバイスを作製

するための技術開発を行う。膜厚領域が10～50μm の

PZT 厚膜の作製技術ならびに圧電特性評価技術は、現

在のところ確立されていない。そのため、PZT 厚膜を

用いた超小型圧電デバイスは、電子機器や医療機器など

への応用が切望されているにもかかわらず、実現されて

いない。そこで、圧電膜デバイスを実現するために、①

良好な特性を有する膜厚1～50μm の厚膜作製技術、②

デバイス設計のための圧電特性評価技術、③デバイス作

製のための微細加工技術の確立を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３（運営費交付金） 

 

圧電材料研究チーム 

（Piezoelectric Materials Team） 
研究チーム長：関谷 忠 

（つくば中央2） 

概 要： 

 セラミックアクチュエータは、スマート構造における

振動制御、形状制御、亀裂進展抑制等のヘルスケア用素

子として不可欠な構成要素である。本研究では、スマー

ト構造に適用可能なセラミックアクチュエータ素子を開

発するため、圧電セラミック材料の高性能化と形状付与

技術の開発に取り組んでいる。高性能化の研究では、ペ

ロブスカイト化合物における圧電変位の向上と低鉛化を

目指して、圧電変位をもたらす因子（構造不安定性、ラ

ンダムフィールド、ドメイン構造等）について再検討を

行い、目的とするペロブスカイト組成の探索を行った。

形状付与技術の開発では、金属コア入りの PZT 線材

（<150μmφ）の量産技術の確立を目指し、スマート応

用への展開を図った。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ハイブリッドセンシングパッチの開発

（運営費交付金） 

［研究代表者］高坪 純治（スマートストラクチャー研

究センターセンシング技術研究チーム

長） 

［研究担当者］卜部 啓、津田 浩、遠山 暢之 

（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 構造体に人間の神経網と頭脳に対応する損傷検知・診

断機能を付与することを究極の目標として、スマートセ

ンシングパッチ技術を利用した損傷センシング網の開発

と、損傷を定量検出するための信号逆解析法の開発を図

る。本技術開発では、アクティブ光ファイバセンシング

パッチや電磁波センシングリペアパッチなど、世界に先

駆けたセンシングパッチ技術の開発と、独自なアイデア

に基づく損傷診断ソフトウェアの開発を行っている。 

（年度進捗） 

 目的：センシングシステム技術に関しては、ひずみと

超音波を同時に検出できる光ファイバセンシングシステ

ムを試作する。また、幅0.5mm 以下のスリットき裂を

検出できる FRP リペアパッチを開発する。損傷診断技

術に関しては、き裂の発生・進展をモニタリングできる

アクティブセンシング法を開発する。 

 結果：センシングシステム技術に関しては、ひずみと

超音波を同時に計測できる FBG センサシステムを試作

し、CFRP 衝撃損傷検知への有効性を検証した。また、

炭素繊維を伝送線路とした FRP リペアパッチを開発し、

金属板の幅0.5mm のスリット亀裂を検出できることを

確認した。また、損傷診断技術に関しては、トーンバー

スト波透過時間差法による亀裂進展監視法、および、ラ

ム波伝播速度のひずみ依存性を利用したひずみ測定法を

見出し、その有効性を検証した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］スマートストラクチャー、超音波、光フ

ァイバ、電磁波、非破壊検査、損傷、破

壊 

 

［テーマ題目２］車両騒音制御技術の開発（運営費交付

金） 

［研究代表者］西郷 宗玄（スマートストラクチャー研

究センター構造制御技術研究チーム長） 

［研究担当者］秋宗 淑雄、高木 清志（職員3名、他4

名） 

［研 究 内 容］ 

 スマートパッチの適用拡大を図るため前年度までの損

傷制御技術を発展させて構造部材の振動制御による車両

室内騒音低減化技術を開発する。 新の研究である「知

的材料・構造システム」プロジェクトの成果を凌駕する

遮音性能実現を目指す。計画：従来手法である構造体の

振動と音響の個別のモード制御では透過音損失率向上へ

の寄与が低いため、音響放射モード制御による遮音技術

を開発し、広い産業応用が見込めるガラス板を対象に

3dB を超える遮音効果を実現する。併せて構造制御の

応用技術を開発する。 

（年度進捗） 
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① 騒音制御技術：チャンバでの音響放射モード制御に

よる透過音損失率の理論値を明らかにする。スマート

防音チャンバによる遮音実験（遮音性能3dB 低減が

目標）を行う。その結果、音響放射モード制御による

透過音損失率の理論限界値の算出を行った。スマート

防音チャンバを試作し、遮音性能として3dB 低減の

見通しを得た。 

② 構造制御技術：波動制御とロバスト振動制御を適用

して弾性体の損傷抑制制御を行う。SMA と弾性体を

複合化した可逆的形状変化構造体の実用化を図る（防

護服及びコンクリート型枠）。制御に活用するため高

圧ピエゾアクチュエータの高性能化を図る。研究結果

では、波動制御で梁・板の無振動状態を生成する制御

アルゴリズムを開発した。ロバスト制御で損傷部材の

振動抑制アルゴリズムを開発した。SMA を用いた防

護服の実用化と SMA を用いたコンクリート型枠実用

化の見通しを得、高圧ピエゾアクチュエータ（積層厚

30mm）では所定の2.4μm の変位を得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］振動制御、波動制御、ロバスト制御、ピ

エゾアクチュエータ、噴射弁、非鉛圧電

材料 

 

［テーマ題目３］スマートパッチ用マイクロセンサ・ト

ランスデューサ開発（運営費交付金） 

［研究代表者］飯島 高志（スマートストラクチャー研

究センターデバイス技術研究チーム長） 

［研究担当者］関谷 忠、松田 弘文、佐藤 宏司、 

王 瑞平（職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 スマートパッチに応用可能な圧電膜デバイスならびに

圧電ファイバを作製するための技術開発を行う。膜厚領

域が1～50μm の PZT 厚膜の作製技術ならびに圧電特

性評価技術は、現在のところ確立されていない。そのた

め、PZT 膜を用いた超小型圧電デバイスは、スマート

パッチはもとより電子機器、医療機器などへの応用も切

望されているが、実現されていない。そこで、微細加工

技術の確立を含む PZT 膜圧電デバイスの作製技術の開

発を行う。また、圧電膜ファイバの作製技術を確立し、

構造体へ埋め込むことでセンサ・アクチュエータ機能を

発現させる。 

（年度進捗） 

 原子力間顕微鏡による圧電特性の評価結果をもとに、

積層構造（Pt/PZT/Pt/Ti/SiO2/Si）を有するスマート

パッチ用センサ・アクチュエータの設計ならびに、膜厚

1～10μm、直径1000～8μm の PZT 厚膜ディスクの作

製プロセスを確立した。さらに、圧電体厚膜デバイスを

設計するための基礎技術の確立と、さらなる応用展開を

図るために、企業との共同研究を積極的に進める。金属

コア入り PZT 圧電ファイバのより高度なスマート応用

を目指し、CFRP ボードに埋め込む際のファイバの配

列方法を検討することによって、衝撃位置検出用センサ

及び振動制御用アクチュエータとして効率的に機能しう

るスマートボードを設計した。 

 実デバイスを想定して、ディスク状 PZT 厚膜素子の

作製プロセスを確立した。このディスク素子を用いて、

電気的な共振を利用した圧電特性の評価を行い、作製し

た素子が100～200MHz 帯の超音波トランスデューサと

して応用可能であることを明らかにした。 

 また、ビスマス系薄膜の結晶配向性の制御に成功し、

鉛を含まない環境負荷の小さな圧電膜デバイス開発の可

能性を見いだした。 

 白金コア入り PZT 圧電ファイバを CFRP 中に埋め込

んだスマートボードの振動制振特性を評価し、制振パネ

ルとしての有効性を検証した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］薄膜、圧電体、PZT、センサ、アクチュ

エータ 

 

22○【界面ナノアーキテクトニクス研究センター】 
（Nanoarchitectonics Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：清水 敏美 

副研究センター長：名川 吉信 

 

所在地：つくば中央第5、つくば中央第4 

人 員：21（19）名 

経 費：200,361千円（166,968千円） 

 

概 要： 

 本研究センターのミッションは、原子・分子からの

ボトムアップ型ナノテクノロジーを所掌する中核的研

究拠点（COE）としての位置づけを国内外にアピー

ルすることである。それとともに、国際的にも独創性

の高いナノメータスケール構造材料（ナノ構造材料）

の創製技術を開発し、それらを構成部品として革新的

でチャレンジングなナノ及びメゾスケールアーキテク

トニクス（組織化技術）を確立することである。これ

により、高品位医療分野、高感度計測分野、光・電子

情報分野において次世代を先導するフロンティア技術

の創成、産業競争力の強化、及び新産業の創出に貢献

することを目指している。本研究センターは高軸比ナ

ノ構造組織化チーム、高密度界面ナノ構造チーム、高

組織化マシンナノ構造チームの3研究チームから構成

されており、主な研究テーマとして、1.「高軸比ナノ

構造の組織化とその超高感度解析手法に関する研究」、

2.「高密度界面ナノ構造の開発と機能化技術に関する

研究」、3.「高組織化マシンナノ構造の合成と組織化

技術の研究」などを鋭意、推進している。 
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 中期計画としては、原子・分子を構成単位としてボ

トムアップ型手法で構築される、(1) 有機ナノチュー

ブや分子ワイヤーなどの高い軸比を有するナノ構造材

料、(2) クラスターやナノ微粒子などの高密度界面を

有するナノ構造材料、および(3) 分子スイッチや分子

モータなどの高組織化マシン機能を発現するナノ構造

材料を創成し、さらにこれらを基板上に高度に界面上

に組織化、高密度化、配列化を図り、有用生体高分子

の分離機能、高感度センシング機能、情報変換機能の

マイクロチップ上での発現を目指している。 

 特に、本研究センターでは、東京大学大学院新領域

創成科学研究科と強く連携しながら、原子・分子とい

う極微な単位を「部品」に用いたボトムアップ型ナノ

テクノロジーの研究開発を推進しているのが特徴であ

る。さらに、本研究センターが有する特徴あるコンセ

プトは、常温、大気圧といった温和な条件下で、必要

な微細資源を必要な時に必要な量だけ製造、配置でき

るオンデマンドなナノ構造形成やナノシステム形成づ

くりである。 終的には、1～100nm の空間解像度を

もつナノスペース材料、一次元ナノワイヤー、超高感

度センサー、超高性能光電極、分子スケールデバイス

などを開発することを目指している。さらには、界面

で起こる特異的な新現象や単一分子などを対象とした

超高感度、超高解像度の計測・分析手法の開発も連携

して並行的に行っている。以下に、各研究チームの概

要を示す。 

 集合様式のプログラムが書き込まれたある分子は水

や有機溶媒中で自発的に集合してナノメートルサイズ

のチューブ、リボン、ロッド、ラバー構造などの高軸

比ナノ構造（ High-Axial-Ratio Nanostructure ：

HARN）を形成する。このボトムアップ型手法は、

これまでの半導体工業を支えてきたトップダウン型加

工技術に比較して、 小のエネルギーで、 大の正確

性をもって容易に複雑な三次元ナノ構造をつくること

が大きな特徴である。高軸比ナノ構造組織化チーム

（HARN チーム）では、独立行政法人 科学技術振興

機構との共同研究により、国内外で独創性の高い脂質

ナノチューブを研究の中核においた一次元ナノスペー

スの利用技術の開発を進めている。こうして、テーラ

ーメイドナノチューブの作成、基板上への配列化、金

属・無機ナノチューブの創製、中空シリンダー空間を

利用した金属微粒子やバイオ分子の包接、分離などの

研究を通して、ナノ鋳型、極微小な流路、極微小な反

応容器づくりに取り組んでいる。 

 高密度界面ナノ構造チーム（HIAN チーム）では、

クラスターやナノ微粒子の表面や界面の状態を制御し、

これらを集めて機能的に配列させることにより、高密

度界面ナノ構造（High Interface Area Nanostructure：
HIAN）を組み上げる研究開発を進めている。サイズ

が精密に制御されたナノ粒子、クラスター、ナノポア、

ナノベルトといったナノ部品の調製技術、高密度に存

在する界面の特性を利用した新しいエネルギー変換や

情報変換の機能特性、高密度界面ナノ構造を基板とし

て利用したナノチップ創製技術の確立などが大きな研

究課題である。また大気中・非加熱といったマイルド

な条件での無機系ナノ構造調製技術の開発を目指して

マイクロプラズマ技術や液相レーザープロセスなどを

取り上げて、有機系ナノ構造調製技術との融合化を目

指した研究を進めている。 

 ボトムアップ型ナノテクノロジーにより分子デバイ

スを構築するためには、刺激応答性や刺激に対する可

逆性に優れた機能性分子の設計・合成とともに、得ら

れた機能性分子の配向・配列を制御しながら基板上へ

組織化する技術が必要である。また基板上での機能発

現の確認も重要な研究課題である。高組織化マシンナ

ノ構造チーム（HOMN チーム）では外部刺激に対し

て構造や物性が大きく変化するロタキサン、デンドリ

マー、多核金属錯体などの高組織化分子材料（Highly 
Organized Machine Nanostructure：HOMN）の設

計・合成に取り組んでいる。また、分子レベルでの運

動及び物性の制御と単一分子としての機能発現を目的

に、基板上に一定間隔で固定化するための技術開発を

進めている。規則的に固定化された機能性分子の刺激

応答性を情報として取り出すことにより、分子センサ

ーや分子メモリの構築を目指している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体高分子形燃料電池システム技術開発／触媒電極反

応機構の解明のための研究」（執行額24,870千円） 

 

文部科学省科学研究費補助金「超高感度・超解像振動分

光法の確立とナノ構造体／溶液界面への適用」（執行額

4,800千円） 

 

文部科学省科学研究費補助金「ナノコンポジット基板を

利用したナノデバイス作製基礎技術」（執行額5,800千

円） 

 

文部科学省科学研究費補助金「結晶性ボロンナノワイヤ

ーの創製と物性評価」（執行額1,600千円） 

独立行政法人科学技術振興機構受託「有機・無機ナノチ

ューブの形態・構造制御と超高感度振動分光法による解

析」 

 

独立行政法人科学技術振興機構受託「ペプチド型信号伝

達機能の構築とその機能制御」 

 

発 表：誌上発表68（63）件、口頭発表244（54）件、 

その他5件 
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-------------------------------------------------------------------------- 
高軸比ナノ構造組織化チーム 

（High-Axial-Ratio Nanostructure Fabrication 
Team） 
研究チーム長：清水 敏美 

（つくば中央第5・第4） 

概 要： 

 集合様式のプログラムを書き込まれたある分子は水

や有機溶媒中で自発的に集合してナノメートルサイズ

のチューブ、リボン、ロッド、テープ構造などの高軸

比ナノ構造（ High-Axial-Ratio Nanostructure ：

HARN）を形成する。このボトムアップ型手法は、

これまでの半導体工業を支えてきたトップダウン型加

工技術に比較して、 小のエネルギーで、 大の正確

性をもって容易に複雑な三次元ナノ構造をつくること

が大きな特徴である。当研究チームでは、これらの構

造体が10～100nm の解像度をもつナノ空間、ナノ構

造、ナノ物性を与えることを利用して、例えば、脂質

ナノチューブや分子ワイヤーなどを部品として、さら

に高次な組織へ配列化することにより極微小な流路、

極微小な反応容器、極微小な機能素子づくりに取り組

んでいる。また、極微小な領域で挙動する単一分子な

どを対象とした超高感度、超高解像度の計測・分析手

法の開発も連携して行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 
高密度界面ナノ構造チーム 

（High Interface Area Nanostructure Team） 
研究チーム長：越崎 直人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 クラスターやナノ微粒子の表面や界面の状態を制御

し、これらを集めて機能的に配列させることにより、

高 密 度 界 面 ナ ノ 構 造 （ High Interface Area 
Nanostructure：HIAN）を組み上げて、ナノチップ

としての応用することを目指している。サイズが精密

に制御されたナノ粒子、クラスター、ナノポアといっ

たナノ部品の調製技術、高密度に存在する界面の特性

を利用した新しいエネルギー変換や情報変換の機能特

性、高密度界面ナノ構造を基板として利用したナノチ

ップ創製技術などの研究に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

高組織化マシンナノ構造チーム 

（Highly Organized Machine Nanostructure Team） 
研究チーム長：金里 雅敏 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 ボトムアップ型ナノテクノロジーにより分子スケー

ルデバイスを構築するためには、刺激応答性や刺激に

対する可逆性に優れた機能性分子の設計・合成ととも

に、得られた機能性分子の配向・配列を制御しながら

基板上へ組織化する技術が必要である。また基板上で

の機能発現の確認も重要な研究課題である。当研究チ

ームでは、外部刺激に対して構造や物性が大きく変化

するロタキサン、デンドリマー、多核金属錯体の設

計・合成を行うとともに、分子レベルでの運動及び物

性の制御と単一分子としての機能発現を目的に、基板

上に一定間隔で固定化するための技術開発を進めてい

る。規則的に固定化された機能性分子の刺激応答性を

情報として取り出すことにより、分子センサーや分子

メモリの構築を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高軸比ナノ構造の組織化とその超高感

度解析手法に関する研究 

［研究代表者］清水 敏美（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター高軸比ナノ構造組織チー

ム） 

［研究担当者］清水 敏美、二又 政之、南川 博之、

松田 直樹、浅川 真澄、増田 光俊、

小木曽真樹、青柳 将 

［研 究 内 容］ 

 情報通信、化学、材料等の革新的・基盤的技術開発と

して、ナノメーターオーダーのサイズにおいて機能を発

現する原子・分子集合体を創製する。具体的には、自己

集積性分子の高効率精密合成により、10-100nm 幅、軸

比が100以上の有機ナノチューブ、ナノワイヤー等の材

料創製と基板上への固定化技術を構築する。さらに、未

知の中空シリンダー空間での包接、分離、放出などの機

能発現を目指し、ガス吸蔵材料、DNA 分離用チャネル

などのナノスペース材料の実現に資することを目指す。

本年度は、サイズ均一性が高く、かつ大量供給が可能な

テーラメイド型の脂質ナノチューブ類製造のための分子

構築単位の構造 適化、さらに、得られた有機系高軸比

ナノ構造を鋳型に用いた各種の金属酸化物を構成成分に

もつ無機系ナノ構造の創製について検討した。さらに、

脂質ナノチューブ中空シリンダー中の液相ナノ空間の特

性解析などを昨年度に引き続き、さらに詳細に明らかに

することを目的とした。 

 その結果、二重結合が好適な位置に配置された炭化水

素疎水部と単糖の組み合わせによる糖脂質がこの目的に

合致する事を見いだした。また、二重ヘリカル、二重円

筒などの各種のテーラーメード型シリカナノチューブを

調製することに成功した。また、脂質ナノチューブ中空

シリンダー中に存在する水の極性が短鎖アルコール程度

に低下した水の領域があることを時間分解レーザー蛍光

法などにより初めて明らかにした。また、内径が50～

100nm の脂質ナノチューブ中空シリンダーを束縛反応

場として利用することにより、5～20nm サイズの金ナ
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ノ微粒子がシリンダー中に充填された新規な一次元金属

―有機ハイブリッドであるナノケーブルを調製すること

に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己集合、脂質ナノチューブ、シリカナ

ノチューブ、一次元ハイブリッド 

 

［テーマ題目２］「高密度界面ナノ構造の開発と機能化

技術に関する研究」 

［研究代表者］越崎 直人（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター高密度界面ナノ構造チー

ム） 

［研究担当者］越崎 直人、川口 建二、佐々木 毅、

小平 哲也、清水 禎樹、桐原 和大 

［研 究 内 容］ 

 ナノクラスター、ナノコンポジット等の高密度界面ナ

ノ構造の調製・安定化技術、その機能特性評価、ナノ構

造デバイスの構築に必要とされる新規プロセス技術の3

つの課題に取り組んだ。高密度界面ナノ構造の調製・安

定化技術に関しては主として気相・液相中でのレーザー

アブレーション法といったアプローチにより、サイズの

揃ったナノクラスターの調製を目指した。水中でのレー

ザーアブレーション法と界面活性剤の利用により、サイ

ズの揃った酸化スズや酸化チタンの5nm 以下の非分散

結晶性酸化物ナノ微粒子が合成できることを明らかにし

た。この手法はこのほかにも無機－有機層状ナノコンポ

ジットやナノコンポジット構造をもつナノ微粒子も合成

可能であることがわかった。機能特性評価に関しては、

サイズ均一性の高い酸化物ナノ微粒子堆積膜を気相中で

調製することにより、光応答型ガスセンサの感度が大幅

に向上するメカニズムについて検討し、ナノサイズ化に

よる高速結晶変態によることがわかった。また、無機と

有機のナノ構造を部品としてナノ構造デバイスを構築し

ていくために必要とされる低温プロセス技術としてマイ

クロプラズマを利用したナノ構造生成装置を使って、室

温・大気圧・低投入電力条件下でカーボンナノチューブ

の合成に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノクラスター、ナノコンポジット、マ

イクロプラズマ、カーボンナノチューブ 

 

［テーマ題目３］「高組織化マシンナノ構造の合成と組

織化技術に関する研究」 

［研究代表者］金里 雅敏（界面ナノアーキテクト研究

センター高組織化マシンナノ構造チー

ム） 

［研究担当者］金里 雅敏、名川 吉信、田口 和宏、

樋口 真弘、北條 博彦、徳久 英雄、

小山恵美子 

［研 究 内 容］ 

 ボトムアップ型ナノテクノロジーによる分子スケール

デバイスの構築を目標に、外部刺激応答性を有する分

子・超分子を創製して、基板への導入を図るとともに、

基板上における機能評価に着手した。具体的には、単一

分子状態での機能発現を目的に、デンドリマーのサイズ

効果を利用して、反応活性部位（リポ酸）の基板への固

定化を行った。基板上では、反応活性部位が独立して存

在しており、デンドリマーのサイズに応じたスペースが

確保されていることを表面観察により明らかにした。ま

た反応活性部位には、カルボキシル基との化学反応を利

用して、新たな機能性分子の導入が可能となった。超高

感度センサーの開発に関しては、導電性ワイヤー部位と

反応活性部位を併せ持つ分子を新たに合成して、プロト

ン付加に伴う構造及び物性変化を溶液状態、結晶状態で

観察するとともに、末端のチオール基を介して基板上に

固定化して、表面分析装置で観察した。その結果、基板

上における刺激応答性（ON-OFF）を確認することが

できた。さらに、独自に開発したデンドリマー、ロタキ

サン、多核金属錯体等機能性分子の分子スケールデバイ

スへの展開を図るため、分子の自己集合と錯形成を利用

した金属錯体型ナノワイヤーの創製（特許出願）、錯形

成能を有する導電性共役オリゴマーと金属イオンからな

る分子ワイヤーとデンドリマーを組み合わせた三端子素

子の分子トランジスタの創製（特許出願）、並びにレド

ックス応答性複核錯体のコイル等分子素子への応用（特

許出願）に着手した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］分子スケールデバイス、超分子、ロタキ

サン、デンドリマー、多核金属錯体 

 

23○【グリッド研究センター】 
（Grid Technology Research Center） 

（存続期間：2002.1.15～） 

 

研究センター長        ：関口 智嗣 

副研究センター長：横川三津夫 

研究センター長代理：伊藤 智 

総 括 研 究 員：長嶋 雲兵 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：20（19）名 

経 費：735,156千円（393,421千円） 

 

概 要： 

 グリッド技術とは高速ネットワーク時代の到来に伴

い、個人情報端末、パソコンから高性能コンピュータ、

大容量データセンター、可視化装置、観測装置等をす

べて統合して扱うための基盤技術（ハードウェア、ソ

フトフェア、ネットワーク）とこれを活用する応用技

術である。従来の Web に代表されるインターネット
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の延長上にあるが、これを飛躍的に発展させる社会産

業基盤、科学技術基盤技術として注目されている。 

 研究センターは我が国におけるグリッド技術研究開

発の中核拠点となることを目指し、 新のグリッドミ

ドルウェア技術の開発や、大規模高速計算システムの

活用等によるグリッドテストベッドの構築と実証シス

テムの開発を中心として、グリッド技術の飛躍的な高

度化と体系化に貢献する研究開発を行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

独立行政法人科学技術振興機構「グリッド技術を用いた

大規模分子シミュレーションプログラムの開発」 

 

独立行政法人情報処理推進機構「平成15年度次世代ソフ

トウェア開発事業（組織内およびインターネット上の遊

休 PC を用いた大規模並列計算のためのミドルウェ

ア）」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費「科学技術計算専

用ロジック組込み型プラットフォーム・アーキテクチャ

に関する研究／科学技術計算プログラムのプラットフォ

ーム向き並列分散化及び組込みソフトウェア化に関する

研究／分子軌道法プログラムに関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「高密度マルチスケ

ール計算技術の研究」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「アジアグリッドイニ

シアチブ」 

 

国立情報学研究所 科学技術振興費「グリッド MPI シ

ステム開発」 

 

発 表：誌上発表18（15）件、口頭発表105（31）件、

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 
科学技術応用チーム 

（Grid Science Application Team） 
研究チーム長：長嶋 雲兵 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 グリッド技術は、さまざまな大規模シミュレーショ

ンと大規模データ処理の融合を可能とする技術である。

本チームでは、高速ネットワークで接続されたスーパ

ーコンピュータ、クラスタシステム及びデータベース

を連携させて大規模科学技術計算のためのアルゴリズ

ム開発、性能評価モデル構築と解析を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

大規模データ応用チーム 

（Data-Intensive Computing Team） 
研究チーム長：小島 功 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 大規模観測装置、大規模科学技術計算、巨大データ

ベースでは、近い将来データ量がペタ（1015）バイト

級に達し、かつ広域に分散していくことが予想される。

本チームにおいては、こうした大規模データ処理を分

散配置にて実現する方式の設計・開発、様々なデータ

ベースを組み合わせて一つの高機能データベースとし

て提示する機能の設計・開発、そして、これらをユー

ザが利用しやすくするツール群の設計・開発を行って

いる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

基盤ソフトチーム 

（Grid Infraware Team） 
研究チーム長：田中 良夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 高速ネットワークで接続された情報機器を相互に連

携させるためのグリッド基盤ソフトウェアを開発し、

プロトコル、プログラムモデル、セキュリティモデル

の設計・開発を行っている。また、国際的なグリッド

テストベッドとして、アジア太平洋地域に信頼性と安

全性を備えたグリッド環境の運用実験を行っている。

さらに、高機能 TV 会議システムを用いた遠隔共同実

験を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

セキュアプログラミングチーム 

（Secure Programming Team） 
研究チーム長：高木 浩光 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 グリッドのシステムでは、ソフトウェアに確かな堅

牢性が求められる。特に悪意ある者からの不正利用を

防止するセキュリティ上の配慮が重要である。本チー

ムでは、セキュリティに関する脆弱性情報の収集及び

その重要度を評価し、問題と解決策を検証すると共に、

その経過と成果を開示する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

クラスタ技術チーム 

（Cluster Technology Team） 
研究チーム長：工藤 知宏 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 近年、光通信技術の発達により通信リンクのバンド

幅は飛躍的に向上し、距離や機器に応じてそのバンド
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幅を使いこなすことが課題になっている。しかし、一

方ではネットワークを介した通信には比較的大きな遅

延を伴うため、これらを考慮した高性能なグリッド環

境を実現することが重要である。本チームでは、電力

消費密度を一定に保ちながら記憶容量と処理能力を引

き上げた高信頼化システムの構築技術、及び10Gbps
以上の帯域を持つネットワークとのインテグレーショ

ン技術の設計・開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

グリッド応用チーム 

（Grid Diversification Team） 
研究チーム長：伊藤 智 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 グリッド技術の研究開発が進む中で、ビジネス分野

への適用の市場性が認められるようになってきた。本

チームでは、グリッド技術のビジネス応用への展開を

指向し、グリッド環境の複雑さを隠蔽し、ユーザが安

全に、安心して、容易に情報サービスを受けられる仕

組みとして、ASP サービスなどビジネス展開に必要

な技術開発、ポータルの設計・開発を行う。また、社

会への技術普及を狙った企業との共同研究や協業を積

極的に推進する。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］グリッド基盤システムに関する研究開

発 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］田中 良夫、高木 浩光 

（職員5名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

〇研究の目的・目標 

 高速ネットワークで接続されたグリッド資源を相互に

連携させて効率良く容易に利用するためのグリッド基盤

ミドルウェア（GridRPC 及び GridMPI）を開発する。

これらは文部科学省「超高速コンピュータ網形成プロジ

ェクト（NAREGI）」の一環として開発しており、国内

では5年後の実用化を目指すと同時に、GridRPC につい

てはグリッド技術の国際標準化団体 Global Grid 
Forum で標準化を図っている。 

〇平成15年度計画 

 文部科学省「超高速コンピュータ網形成プロジェクト

（NAREGI）」の一環として、遠隔手続き呼出し

（GridRPC）に基づくミドルウェア Ninf-G2と、グリ

ッド上の MPI 通信ライブラリ GridMPI を開発する。

Ninf-G2及び GridMPI は、オープンソフトウェアとし

て公開する。 

 また、グリッドポータルを容易に構築するツールとし

て Grid PSE Builder、インターネット上の計算機資源

を有効に利用するためのミドルウェア（Personal 
Power Plant）の開発を行う。さらに、セキュリティ脆

弱性のパターンデータベース構築を行う。 

〇平成15年度進捗状況 

 遠隔手続き呼出し（RPC）に基づくミドルウェアの

開発では、平成14年度に開発した Ninf-G1をベースに

Ninf-G2を開発している。今回の開発では、サーバ・ク

ライアント間の初期オーバーヘッドの削減、データ送受

信の効率化及び大規模アプリケーション実行に対するモ

ニタリング機能の実装を行っている。Ninf-G1の機能の

詳細な解析による Ninf-G2での改良点の整理及び機能設

計を行い、Ninf-G2を完成させ、オープンソフトウェア

として公開した。 

 GridMPI の開発では、ネットワークとして遠距離の

通信遅延を考慮した高性能通信を実現させるための

MPI 通信ライブラリを開発し、オープンソフトウェア

として公開した。このライブラリでは、TCP/IP レベル

での自動 TCP バッファチューニング機構や TCP スト

リームの自動調整を行う機能を実装している。 

 また、グリッドポータルを容易に構築するツールキッ

トとして Grid PSE Builder（旧称 GridLib）の開発を

行い、実応用プログラムのためのポータル構築に活用さ

れた。また、インターネット上の計算機資源を有効に利

用するためのミドルウェア（Personal Power Plant）
の開発を行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］GridRPC、Ninf-G、グリッドミドルウ

ェア、セキュリティ脆弱性 

 

［テーマ題目２］データ・グリッドに関する研究開発 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］小島 功、工藤 知宏 

（職員7名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

〇研究の目的 

 大規模なグリッド環境においてペタバイトスケール級

のデータの高速処理を実現するために、ハードウェア技

術から応用支援技術に至る広範囲な技術の研究開発を行

う。また、分散メタデータ管理・統合検索システムの研

究開発を行う。グリッド上の大規模データ処理に関する

ソフトウェアアーキテクチャは世界的に存在せず、国際

標準化団体 GGF において標準化を図っている。 

〇平成15年度計画 

 ペタバイト級のデータを処理することを目指したデー

タ管理ライブラリなどのソフトウェア技術の開発を行う

とともに、高密度高信頼性を実現するクラスタシステム

のハードウェア技術の構築を実施する。具体的には、高

信頼、高スループットかつスケーラブルな I/O 処理のた

めのアーキテクチャ Grid Data Farm に基づく参照実装
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Gfarm の高機能化を行う。Grid Data Farm のアーキテ

クチャは国際標準化を目指す。 

 また、グリッド上のデータベース環境の研究開発とし

て、グリッドサービス基盤（OGSA）上で、分散データ

ベース（DB）連携・統合を可能とするソフトウェアを

開発する。 

〇平成15年度進捗状況 

 ペタバイト級のデータを処理するための Grid Data 
Farm アーキテクチャに基づき、参照実装として

Gfarm ライブラリを平成14年度に引き続き開発し、オ

ープンソフトウェアとして公開した。広域における高速

データ転送及び複製管理を統合したファイルシステムな

どの機能を高性能化した。 

 また、クラスタシステム構築技術、安定稼動技術、ネ

ットワーク性能評価技術について、ハードディスクの安

定稼動条件の検討を行うとともに、クラスタシステムな

どグリッド資源をつなぐネットワーク性能を評価するた

めのハードウェアネットワークエミュレータを開発し、

知財登録（ノウハウ）を行った。 

 グリッド上のデータベース環境の研究開発として、グ

リッドサービス基盤（OGSA）上で、分散データベース

（DB）連携・統合を行う機能を実現した。この開発で

は、OGSA のイベント通知機構を生かした相互通信に

より、サイト自律性の高い能動的データベース処理を行

うためのサービス連携機構を開発するとともに、従来の

データベース応用をこの機構を用いてグリッド化するプ

ロキシ（代理）情報サービスを実現し、容易に OGSA
基盤に移行するための環境を開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］データグリッド、Gfarm、OGSA、デー

タベース 

 

［テーマ題目３］グリッド応用システムに関する研究開

発 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］伊藤 智、長嶋 雲兵 

（職員4名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 グリッド技術の実応用システムへの適用を進め、グリ

ッド ASP の実証試験を行う。グリッド技術は社会へ浸

透する途上にあり、これらの実証試験によるビジネスへ

の展開を図るとともに、実応用でのポータルシステムを

構築し成果の普及を図る。また、科学技術分野へのグリ

ッド技術応用を目指し、グリッド環境上での大規模分子

化学計算シミュレーションを容易に実行可能なライブラ

リを開発する。 

〇平成15年度計画 

 経済産業省の「ビジネスグリッドコンピューティン

グ」プロジェクトの一環として、グリッド ASP 実証試

験の実施計画を策定し、実証試験に着手するとともに、

基盤ソフトウェアとして開発された Grid PSE Builder
を用いて、具体的なアプリケーションに対するグリッド

ポータルを構築し、成果の普及を図る。 

 また、科学技術応用分野に対してグリッド技術を適用

したソフトウェアを開発する。 

〇平成15年度進捗状況 

 経済産業省の「ビジネスグリッドコンピューティン

グ」プロジェクトを推進するためのグリッド応用チーム

を発足させ、国内メーカ数社と協力し、グリッド ASP
実証試験などグリッド技術によるビジネス実現のための

システム構築を開始した。また、基盤ソフトウェアとし

て開発された Grid PSE Builder を用いて、Gaussian 
Portal Phase 2、スーパーコンピュータを利用した熱流

体計算、分子動力学法などのポータルを開発し、応用分

野の研究者にグリッド環境を提供するとともに、PC ク

ラスタ「AIST スーパークラスタ」が利用できることを

示した。 

 科学技術応用分野においては、グリッド環境に適した

シミュレーション手法「レプリカ交換分子動力学法」に

対し、ユーザが容易に利用するためのツールキットを開

発し、知財登録を行うとともにオープンソフトウェアと

して公開した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ビジネスグリッド、グリッド ASP、グ

リッドポータル、計算化学 

 

［テーマ題目４］グリッド技術標準化への貢献とその普

及 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］田中 良夫（職員3名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

〇研究の目的・目標 

 当研究センターで開発したソフトウェアの国際標準化

及び国内でのグリッド技術普及を図る目的で、国際的に

は Global Grid Forum（GGF）での標準化活動を実施

するとともに、ApGrid（Asia Pacific Grid）の Grid 
テストベッドの運用を通して、アジア太平洋地域へのグ

リッド技術の普及を行う。また、国内へは産総研コンソ

ーシアム「グリッド協議会」を介してグリッド技術の普

及を図る。 

〇平成15年度計画 

 グリッド技術の国際的標準化団体 GGF において、

Grid RPC 及び Grid Data Farm の標準化を進めるとと

もに、GGF（第8回、第9回、第10回）に参加しグリッ

ド技術の標準化動向を調査する。また、アジア太平洋地

域でのグリッド環境として ApGrid テストベッドにおけ

る実証試験を進める。 

 参照実装である Ninf-G2、GridMPI、Gfarm をオー

プンソフトウェアとして公開し、産総研の成果物を国内

外に普及させるとともに、グリッド協議会の活動を通し
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て、国内へのグリッド技術の普及を図る。 

〇平成15年度進捗状況 

 当研究センターで開発したグリッド RPC に基づくミ

ドルウェア Ninf-G2、及びグリッドデータファームに基

づくソフトウェア Gfarm については、オープンソース

と公開し、成果の普及とデ・ファクト・スタンダード化

を目指している。一方、国際的標準化団体 GGF（グロ

ーバル・グリッド・フォーラム）において、これらソフ

トウェアのアーキテクチャに関する仕様標準化のための

ワーキンググループ設置を積極的に提案、承認された。

このワーキンググループを利用し、当研究センターが開

発した技術が国際標準となる見通しである。また、アジ

ア地域での GGF 開催に貢献した。 

 オープンソフトウェアとして公開した Ninf-G2、

GridMPI、Gfarm については、国内外におけるグリッ

ド技術の普及に貢献しており、またアジア太平洋地域で

のグリッド環境として ApGrid テストベッドの資源を提

供し、諸外国とのグリッド実証試験に貢献した。 

 国内においては、グリッド技術の普及を目指す産総研

コンソーシアム「グリッド協議会」は、法人会員41社

148名（前年度比16名増）、個人会員115名（前年度比43

名増）の登録者を得て、総会1回、GGF 調査会2回、ワ

ークショップ6回を開催し、国内のグリッド研究の推進

を図った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］GGF、グリッド協議会、ApGrid、標準

化 

 

24○【爆発安全研究センター】 
（Research Center for Explosion Safety） 

（存続期間：2002.4.15～終了日） 

 

研究センター長        ：藤原 修三 

副研究センター長：吉田 正典 

 

所在地：つくば中央第5、つくば西、北センター 

人 員：16（15）名 

経 費：696,611千円（203,942千円） 

 

概 要： 

 爆発安全研究センターは、化学物質の燃焼・爆発の

安全に係わる総合的な研究を実施し、公共の安全確保

や産業保安技術の向上等に貢献することで、＜安心・

安全で質の高い生活の実現＞に資することを基本ミッ

ションとしている。 

 具体的には、 

① 爆発現象および関連する現象全般について、基礎

から応用に至るまでの総合的な研究の実施（研究ポ

テンシャルの向上・維持） 

② 国内外関連研究者（機関）とネットを構築し、燃

焼・爆発安全に係わる情報ならびに施設･設備の相

互有効利用を図る（対外機関との協調） 

③ 化学物質が関与する燃焼･爆発安全に係わる社会

ニーズ、行政ニーズ、国際的ニーズ（標準化を含

む）等に迅速かつ継続的に対応できる組織（機能的

組織化） 

④ 産総研中期計画・目標の達成 

 以上を主要ミッションとし、特に、行政対応、国際

対応の課題に重点的に対処することで、産業や公共社

会ならびに国際通商等における安全確保の向上に資す

る。 

 センターで実施している研究は大別して以下の通り

である。 

① 燃焼・爆発安全に関する基礎･基盤研究 

② 化学物質の燃焼・爆発の試験・計測方法等の安全

性評価研究と高エネルギー物質の有効利用等の応

用・開発研究 

③ 公共の安全確保や産業保安向上のために要請され

る行政ニーズ対応研究 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

防衛施設庁広島防衛施設局 

「岩国飛行場（14）滑走路移設保管庫解析業務」（執行

額：264,655千円） 

 

高圧ガス保安協会 

「DME（ジメチルエーテル）の発火・爆発性評価に関

する研究」（執行額：143,178千円） 

 
NEDO 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「水素の安全利用技術に関する基盤研究」（執行額：

92,275千円） 

 

（財）日本国際問題研究所 

「劣化爆薬の特性確認実験」（執行額：19,351千円） 

 

（財）造水促進センター 

「高濃度オゾンガスの安全性の研究」（執行額：2,271千

円） 

 

（財）国際科学振興財団 

「爆薬／有害物質混合物の化学処理に関する研究」（執

行額：2,174千円） 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費 

「原子力施設に係るエネルギー発生源の爆発影響評価シ

ステムに関する研究」（執行額：7,748千円） 

 

文部科学省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの） 
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「発火・爆発性廃棄物の安全処理に関する研究」（執行

額：17,094千円） 

 

厚生労働省科学研究費補助金 

「労働安全衛生総合研究事業／リサイクル品・廃棄物処

理工場での粉塵爆発災害の防止に関する研究」（執行

額：11,500千円） 

 

発 表：誌上発表25件（22）件、口頭発表98件（18）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
爆発衝撃研究チーム 

（Explosion and Shock Waves Team） 
研究チーム長：中山 良男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 固体および液体などの凝縮系中の爆発・衝撃現象を

主な研究対象としている。高速時間分解計測による爆

発現象・起爆機構の研究、レーザー衝撃波による未踏

超高圧下の状態方程式研究などの基礎研究を軸に、高

エネルギー物質の爆発安全に関する研究、新型火薬庫

の開発、爆風などによる爆発の影響を低減化する技術

の開発、数値計算コードによる実規模での爆発影響予

測技術の開発などの安全研究を行っている。 

 さらに行政的国際的ニーズに対応するために、野外

での大規模爆発実験も実施している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

高エネルギー物質研究チーム 

（Energetic Materials Research Team） 
研究チーム長：松永 猛裕 

（つくば中央第5、北） 

概 要： 

 当チームは、爆発現象を化学的な視点で捉え、高エ

ネルギー物質の反応機構の解明、安全化技術、分子設

計、危険性評価技術の開発等の研究を行うことを目的

にしている。このため、近年、特にコンピュータケミ

ストリ手法の利用と分光計測技術の導入に力を注いで

いる。具体的な研究内容は大きく分けて5つあり、①

化学物質の爆発性を理論的および実験的に予測する手

法の開発、②爆発事故が多発している煙火組成物の危

険性評価および安全化に関する研究、③硝酸エステル

の自然発火や遺棄化学兵器などで問題となっている火

薬類の劣化に関する研究、④排出・処理時の技術基準

がない発火・爆発性化学廃棄物の安全処理に関する研

究、および、⑤次世代ロケット推進薬原料などの新規

高エネルギー物質の探索研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

気相爆発研究チーム 

（Gas Phase Explosion Team） 
研究チーム長：堀口 貞茲 

（つくば中央第5、西） 

概 要： 

 高圧ガスや粉じんの爆発防止は化学やエレクトロニ

クスなどの製造産業における安全を確保する上で重要

な課題のひとつである。このような高圧ガスや粉じん

の高速爆発現象の解析および被害の予測などの研究を

進めている。特に、新エネルギーとして期待される燃

料である水素と共に、LPG およびディーゼル燃料の

代替燃料として期待されている DME（ジメチルエー

テル）の安全性に関する研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

爆発利用環境安全研究チーム 

（Application and Environmental Protection R.T.） 
研究チーム長：緒方 雄二 

（つくば西） 

概 要： 

 瞬時に大量のエネルギーを発生させる火薬類を、安

全にかつ有効に利用するには、制御技術の確立と環境

影響評価が重要になる。火薬類の有効利用技術として、

老朽化した構造物を環境低負荷に解体する制御発破技

術や爆発圧着技術に関する研究を実施している。また、

火薬類の環境安全研究として自動車用エアバックに利

用されているガス発生剤の環境影響、火薬類の利用に

伴う振動・騒音・飛石等の計測・制御技術の開発を行

っている。さらに、爆発災害事故を未然に防ぐために

爆発災害事例に関するデータベースの開発を行ってい

る。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］爆発影響評価システムに関する研究 

［研究代表者］中山 良男（爆発安全研究センター爆発

衝撃研究チーム） 

［研究担当者］中山 良男、松村 知治、若林 邦彦、

本田 一、藤久 裕司、山脇 浩 

［研 究 内 容］ 

 火薬類保安技術実験では、社会情勢の変化に伴う火薬

類の取り扱い上の問題点について基礎的資料を収集し、

また、これまでの実験結果から生じた問題点を解決して、

実証的根拠のある保安基準の整備拡張を図ることを目的

として、1.基準爆薬の爆風圧に関する実験（32kg の

TNT および23kg の Comp.C4）、2.模擬地中式火薬庫で

の爆発による庫外爆風圧に関する実験（5kg、24kg、
120kg の Comp.C4）、3.含水爆薬中間体の通気管試験

（国連試験シリーズ No.8(d)、60kg×3ショット）を実

施した。また、野外実験に先立って、所内において地中

式火薬庫を模擬した小スケール鋼管を用いた爆発破壊試

験を実施し、爆薬の量や形状と鋼管耐圧（破壊限界）の
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関係性について基礎的なデータを取得した。得られた結

果をもとに、野外実験で使用した Comp.C4爆薬120kg
スケールの模擬地中式火薬庫の設計を行った。 

 ジメチルエーテル（DME）燃料の実用化に関する基

盤研究では、DME の安全性に関するデータを収集する

ことを目的に、DME の大規模な輸送および貯蔵を想定

して、液化 DME の燃焼性と消火性、DME ガスの燃焼

性と爆発性、および DME 容器の外部加熱時の安全性に

関する大規模野外実験を実施した。 

 新型火薬庫（隣接する薬室を隔壁で仕切ることにより

殉爆を防ぐ火薬庫）の安全性実証実験では、ギャップ試

験、中規模室外実験を実施した。得られた結果を基に、

大規模室外実験の計測・解析手法に係る詳細計画を検討

した。 

 原子力施設に係わるエネルギー発生源の爆発影響評価

システムに関する研究では、1.エネルギー発生源の評価

システムの開発と2.熱流体-構造物相互作用の評価シス

テムの開発を行った。1.については、リン酸トリブチル

／発煙硝酸混合物のギャップ試験を実施し、衝撃起爆感

度の濃度依存性を検討した。また、硝酸配位溶媒の爆発

性についても基礎的な検討を行った。2.については、昨

年度開発した可視化システムと PMMA 製の小規模構造

物、模擬爆発源から構成される評価装置を用いて基礎的

な実験を行い、小規模構造物内部を複雑に伝播する爆風

の可視化計測を行った。 

 動的超高圧力発生実験では、レーザー誘起衝撃波を用

いて衝撃超高圧力下における金属材料や炭素材料の状態

方程式パラメーターの測定を行うとともに、状態方程式

研究にとって重要な温度測定手法を確立することを目的

として、可視光領域と紫外線領域に感度を有する二色放

射温度計を設計・製作した。放射温度計の性能評価実験

を行い、その有効性と得失について検討した。 

 水素安全利用技術の基盤研究では、燃料電池自動車の

実用化にあたり水素供給ステーションにおける水素ガス

の安全な取扱いに関する法基準類の整備に資するデータ

を得ることを目的に、今年度は水素の小規模野外実験に

おいて、ビニルハウス中に水素／空気混合ガスを調整し、

火花および爆薬による点火を行い、水素／空気混合気ガ

スの火炎伝播の状況および空中を伝播する圧力波を定量

的に評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］火薬類、ジメチルエーテル、リン酸トリ

ブチル、水素、可燃性混合気、地中式火

薬庫、核燃料再処理施設、爆轟、爆燃、

野外実験、安全性評価、スケール効果、

爆風圧、ギャップ試験、殉爆、衝撃起爆

感度、可視化、レーザー誘起衝撃波、衝

撃超高圧力、状態方程式、火炎伝播 

 

［テーマ題目２］爆発現象の化学的解明に関する研究 

［研究代表者］松永 猛裕（爆発安全研究センター高エ

ネルギー物質研究チーム） 

［研究担当者］松永 猛裕、飯田 光明、岡田 賢、 

秋吉美也子、大竹 勝人 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、爆発現象を化学的な視点で捉え、高エネル

ギー物質の反応機構の解明、安全化技術、分子設計、危

険性評価技術の開発等の研究を行うことを目的にしてい

る。このため、近年、特にコンピュータケミストリ手法

の利用と分光計測技術の導入に力を注いでいる。具体的

な研究内容は以下の通りである。 

① 化学物質の爆発性予測 

 化学物質の分子構造から発火・爆発性を予測する手

法を確立する。特に、今年度は、住友化学工業（株）

との共同研究において、プラントなど化学物質を実際

に取り扱う現場で、発火・爆発性が懸念される反応工

程の危険性を推定することを目的として、計算機化学

手法でその危険性の予測を行った。また、爆発時の発

光を実時間で計測し、火炎温度を計測する試みを行っ

た。更に、また、爆薬の新しい製造形態として注目さ

れている硝酸アンモニウム系爆薬中間体の爆発性・輸

送時の安全性を評価する手法について検討している。 

② 煙火組成物の危険性評価および安全化に関する研究 

 爆発事故の多い煙火組成物について危険性を明らか

にし、また、安全化への技術開発を行っている。今年

度は実際に起こった事故の原因解明を行った。また、

煙火組成物のポリウレタン成形による安全化を目指す

一環として、直径10mm という世界 小の打揚花火

を試作した。その成果は NHK の番組で紹介された。 

③ 火薬類の劣化に関する研究 

 硝酸エステルの自然発火や遺棄化学兵器などで問題

となっている劣化について、劣化物の同定、危険性評

価、劣化度の判定手法の開発を行うことを目標にして

いる。今年度も引き続き、委託研究で劣化ピクリン酸

金属塩の安全処理法に関する研究を継続して行った。

また、新たに TNT の劣化についても検討した。 

④ 化学系廃棄物の安全処理に関する研究 

 化学系の廃棄物について、その発火・爆発危険性を

調べる評価法、混合危険性評価、事故事例の収集を行

うことを目的としている。今年度は、エーテルの自動

酸化からの過酸化物生成について詳細な研究を行った。

また、爆発物専用の処理炉を設計し、その試作を行っ

た。 

⑤ 新規高エネルギー物質の探索 

 高エネルギー物質の品質改善の一手法として超臨界

流体を利用した粉体の微粒化・球状化を検討している。

現在は超臨界二酸化炭素を用いて、RDX（1,3,5-

trinitro-1,3,5-triazine）の微粒化・球状化技術(目

標平均粒子径１～5μm)の確立と、それによる RDX
の鈍感化を検討した（日本工機（株）との共同研究）。
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現在までの結果、粒径分布等に改善の余地があるもの

の、球形微粒子の作成が可能であることが確認された。

また、これまでにない針状粒子の形成も確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］爆発、煙火、危険性予測、安全 

 

［テーマ題目３］新規エネルギー用ガスの実用化におけ

る安全性に関する研究 

［研究代表者］堀口 貞茲（爆発安全研究センター気相

爆発研究チーム） 

［研究担当者］堀口 貞茲、荷福 正治、小野 亮、 

茂木 俊夫、 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車の本格的な普及のためには、燃料とし

て使用する高圧水素ガスの安全性の検討が急務となって

おり、水素供給スタンドを想定した水素の安全性に関す

るデータの収集整備を行った。可燃性ガス風洞において

圧力40Mpa までの高圧水素を直径0.2～0.8mm のノズ

ルから放出し、水素の拡散濃度とノズル直径、水素圧、

風向および風速との関係を明らかにした。このデータに

よりガス漏洩事故における危険区域の推定が行えること

を示した。また、高圧水素が漏洩して着火した場合の危

険性を評価するために、直径0.1～2mm のノズルから

噴出する水素の噴流火炎の火炎長、放射熱および火炎温

度等の測定を行った。その結果、水素の圧力と火炎長の

関係に関して以前当研究室で15Mpa 以下の圧力で得た

関係式が20～40Mpa の範囲でもほぼ成立することが確

認された。 

 水素の貯蔵用材料として実用化が検討されている水素

吸蔵合金の安全性に関しては、昨年度に引き続きチタン

－クロム系の合金粉体について空気中の発火性、発火温

度の測定を行い、水素吸蔵量による影響を検討した。 

 液化石油ガス（LPG）の代替燃料やディーゼル燃料

として実用化が進められているジメチルエーテル

（DME）の安全性に関しては、空気との混合ガスの濃

度と爆発圧力との関係を得るとともに、爆発の激しさを

示す爆発指数（K 値）を求めた。LPG と比較する

DME の方が爆発圧力および爆発指数のいずれも若干大

きな値を示し、危険性がやや高いことが示された。また、

配管中で空気との混合ガスの爆ごう実験を行い、爆ごう

伝播速度および爆ごう圧を測定したが、いずれも LPG
に比較してわずかながら大きな値を示した。さらに配管

中で通常の爆発火災から爆ごうに転移する爆ごう誘導距

離の測定を行ったが、DME－酸素混合ガスでは容易に

爆ごう転移が起きたが、DME－空気混合ガスでは配管

長を10m にしても爆ごう転移は生じなかった。 

 液化 DME が配管中を流動する場合に発生する静電気

に関しては、直径1/4インチの SUS 製配管を使用し、

流速が20m/s までの範囲で発生する流動帯電量の測定

を行い、流速と電荷量の関係を明らかにした。 

 DME の大規模野外実験では、直径5m の皿形容器を

用いて液化 DME のプール燃焼実験を行い、液体燃焼速

度、火炎温度、放射熱、火炎の大きさ等の安全性に関す

るデータを求めた。また、散水および泡消火剤による火

災の抑制効果についても測定し、泡消火剤については完

全な消火は期待できないが抑制効果が大きいことを確認

した。さらに、縦5m、横5m、高さ3m のビニルハウス

中で DME－空気混合ガスの着火爆発実験を行い、爆風

圧の測定を行った。爆薬を用いた直接爆ごう実験も行い、

爆風圧を測定して LPG との比較も行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料、DME、安全、漏洩、水素、爆発 

 

［テーマ題目４］火薬類の環境低負荷利用技術に関する

研究 

［研究代表者］緒方 雄二（爆発安全研究センター爆発

利用環境安全研究チーム） 

［研究担当者］緒方 雄二、和田 有司、久保田士郎、 

尾和 香吏 

［研 究 内 容］ 

 瞬時に大量のエネルギーを発生させる火薬類は、反応

性エネルギー物質として利用されているが、制御技術の

問題と反応時に発生する衝撃・振動等から十分に利用さ

れていないのが現状である。このため、本研究では火薬

類を安全にかつ有効に利用するには、制御技術の確立と

環境影響評価が重要である。火薬類の環境低負荷利用技

術に関する研究として、老朽化した構造物を環境低負荷

に解体する制御発破技術や砂漠緑化等の環境修復技術の

研究開発を実施した。また、爆発災害事故を未然に防ぐ

ために爆発災害事例に関するデータベースの開発を行っ

た。 

 環境低負荷解体技術に関する研究では、モルタルブロ

ック供試体を用いた解体実験から成形爆薬を用いて起爆

制御による亀裂進展制御実験を実施した。また、亀裂進

展に対する成形爆薬のライナー材、ライナー角度等のパ

ラメーターを検討した。さらに、不連続変形法による数

値シミュレーションの適用を検討した。環境低負荷技術

に関する研究では、成形爆薬を用いたモルタルブロック

供試体の解体時に発生する衝撃振動を計測し、装薬量と

の関係を定量化し、起爆制御法による振動制御技術を検

討した。 

 環境修復技術に関する研究では、砂漠の緑化技術への

火薬類の適用について調査実施した。調査研究から植物

の育成に必要な土壌粒子の分布と水分条件等について検

討した。また、花崗岩を用いた破壊実験を実施し、破砕

状況等について検討した。さらに、鳥取大学乾燥地研究

所と共同研究の可能性について協議し、次年度の新規テ

ーマとして提案することになった。 

 災害事例データベースに関する研究では、科学技術事

業団と共同で開発したリレーショナル化学災害データベ



研 究 

(118) 

ース（RISCAD）および産総研で開発している災害事例

データベース（RIO-DB）に昨年度に発生した災害事例

をデータベースに逐次追加した。また、学会等でもデー

タベースの紹介を活発的に行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］火薬類、成形爆薬、環境低負荷技術、環

境修復技術、データベース、化学災害、 

 

25○【糖鎖工学研究センター】 
（Research Center for Glycoscience） 

（存続期間：2002.6.1～2008.3.31） 

 

研究センター長        ：地神 芳文 

副研究センター長：成松 久 

総 括 研 究 員：平野 隆 

 

所在地：つくば中央第6、つくば中央第2、 

    つくば中央第4、北海道センター 

人 員：26（24）名 

経 費：1,106,745千円（390,241千円） 

 

概 要： 

「研究目的」 

 糖鎖工学研究センターは、糖鎖工学の基礎から応用

に至る総合的な研究をおこない、我が国の産業化につ

ながる世界トップレベルの糖鎖科学（Glycoscience）
の研究拠点となることをめざす。ヒトゲノムをはじめ

とする各種生物のゲノム配列が明らかとなり、ゲノム

探索研究からプロテオーム解析へと急展開するなかで、

タンパク質への糖鎖修飾は、タンパク質の機能を制御

する重要な要素である。従って、糖鎖とタンパク質を

一体として解析する「グライコプロテオーム」の概念

を基本として、生体内のタンパク質の機能を解明し、

利用する。 

 糖鎖科学は、ポストゲノム研究において我が国が優

位に立っている数少ない分野の一つである。当センタ

ーは、これまでの産総研および関連研究グループの糖

鎖研究の資産を生かして、産業化につながる糖鎖工学

研究を実施することで、我が国の糖鎖科学研究ネット

ワークにおける中核的拠点として貢献することをめざ

す。 

「研究手段」 

 研究センターは時限的であるため、具体的な研究目

標を設定し、その達成度によって研究を評価する。従

って、当センターでは、実施する研究課題の重点化・

絞り込みとこれを実現する研究資源の重点的配分を実

施する。当センターでは、1) 糖鎖の合成技術、2) 糖

鎖の構造解析技術、3) 糖鎖遺伝子の機能解明と利用、

を研究の3本柱とし、これを国家プロジェクトとして

推進し、当センターがその中核的な研究推進機関の役

割を果たすべく、以下の具体的な重要研究課題を提起

している。なお、これらの課題はいずれも産総研の中

期目標・中期計画に合致するものである。 

 糖鎖工学の推進に必須な糖鎖科学の「要素研究」と

して、 

(1) ヒトの糖鎖関連遺伝子の単離と機能解析及び解析

技術とその利用 

(2) 微生物・動植物ゲノムの糖鎖関連遺伝子の構造・

機能解析及び解析技術とその利用 

(3) 糖鎖関連酵素・タンパク質の立体構造解析とその

特異的阻害剤の設計・合成 

(4) 糖鎖関連遺伝子を利用する有用複合糖質（糖タン

パク質、糖脂質など）の合成・機能評価 

(5) 糖タンパク質の糖鎖付加部位を含む糖鎖構造のハ

イスループット解析、および糖鎖関連データベース

の構築 

 糖鎖工学の推進に貢献する「新産業創出のための応

用的技術開発」として、 

(6) ガン、感染症、免疫異常症などの診断・治療シス

テムの開発 

(7) 細胞の表層機能、増殖・分化制御技術およびその

リアルタイム計測技術 

(8) 糖鎖の合成・解析・利用のためのシステムおよび

機器開発 

「方法論等」 

 H14年6月に設立された当センターの運営や研究に

関する具体的な方策・方法論を以下に記載する。 

(1) 研究課題の設定と推進 

 産業化をめざす研究といえども、基礎的・基盤的

な要素研究は不可欠であり、レベルの高い広範な生

命科学、糖鎖科学に根ざした要素研究の基盤なくし

て、研究成果の実用化や応用研究、さらにはシステ

ムの統合による産業化のための技術開発はありえな

い。しかし、基礎研究はその戦略的位置づけを誤る

と個人的な趣味的研究に埋没しかねない。このため

には、個々の研究者の意識改革が不可欠であり、

個々の研究者には、基礎的・基盤的な要素研究であ

ればその研究が糖鎖工学の推進にいかに貢献するか

を、また、応用的研究であればその研究が糖鎖科学、

生命科学の進展にいかに貢献するかを常に自問自答

し、お互いがよく議論することを要請している。ま

た、約2ヶ月に1度の頻度で開催しているセンター内

部での研究報告会議では、谷口研究顧問の出席のも

と、進捗状況の報告と情報交換を実施しており、有

益な意見交換と研究の加速に貢献している。 

 また、各チーム単位で基礎から応用に至る幅広い

視点での本格研究が展開されており、国家プロジェ

クトでの中核的役割、マッチングファンド制度によ

る企業や大学との共同研究の強力な推進、ベンチャ

ー創業への積極的な取り組みとその支援など、産総



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(119) 

研が推進している本格研究への取り組みでも、多く

の実績がある。 

(2) 予算獲得と運用 

 センターの運営には外部資金の獲得とその効率的

運用が必須である。当センターでは、従来から集中

型国家プロジェクト（ヒト糖鎖遺伝子の網羅的解

析）の中核的拠点の役割を担ってきたが、H14年度

は、新規糖鎖エンジニアリングプロジェクト（H14

年度補正および H15～17年度）の立ち上げとその

早期開始に努力し、この中核的機関として活動を開

始した（当センターからは5チームが参画）。 

 H15年度の外部資金は、上記糖鎖関連プロジェク

ト予算、の他、文科省（若手任期付支援、CREST
など）や民間とのマッチングファンドなどの外部資

金を獲得している。 

 予算の運用に当たっては、競争的環境下で獲得し

た提案チームの自主的な運用によってこそ、効率的

な研究成果が達成されるとの考えに基づき、獲得チ

ームの自主的で柔軟な予算運用を支援している。ま

た研究および個人の評価軸として、研究実績とミッ

ションへの貢献度の2つを重視し、これを基本的な

予算配分の方針としている。 

(3) 人員配置と活用 

 研究センターは、研究部門に比べて、産総研のミ

ッションに沿ったより具体的な研究課題の設定とそ

の成果が問われる。このため、研究課題の重点化・

絞り込みと共に、これを実現する人的資源について

も重点的な配分を実施している。特に、H15年度は、

若手任期付き研究員3名の新規採用、国家プロジェ

クトの効率的な推進に必須なプロジェクト雇用型の

若手任期付き研究員4名の新規採用を実現した。 

(4) 研究成果の普及等社会への貢献 

 日本の優位性を保つためには、広い範囲をカバー

する質の高い特許の出願・取得が必須なことから、

研究者と特許担当者・外部専門家との密接な連携に

より、データの過不足の無い有用な特許の早期出

願・取得に心がけている。また、国際的レベルの高

い学術誌での発表、外部への広報、特許の産業化・

実施を強く奨励し、これらを高く評価している。 

 また、ヒト糖鎖遺伝子プロジェクト（GG プロジ

ェクト）における中核機関としての役割とその研究

成果に対する期待と関心を反映して、出版社で特集

号が編集され、積極的な広報活動を展開した（「糖

鎖工学の 前線」、BIO INDUSTRY 誌、1月号、

2003年、シーエムシー出版）。 

 また、既に実施している外部招聘講師による糖鎖

プロジェクトセミナーは H15年度末で、通算32回

に達しており、外部との情報交換や広報にも努めて

いる。 

-------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団）

「糖鎖関連遺伝子 siRNA 導入マウス ES 細胞樹立と性

状解析」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団）

「メタノール資化性酵母によるリソソーム酵素の発現系

の構築」 

財団法人日本産業技術振興協会 産総研イノベーション

ズ「臨床遺伝子診断用小型解析装置事業化」 

 

経済産業省試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研

究に係るもの）「工業製品の生体影響評価のための組織

特異的内分泌かく乱化学物質検出系の開発」 

 

経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費「地域中小

企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）」 

 

文部科学省若手任期付研究員支援（継続1）「ゲノムワイ

ド DNA アレイによる癌診断技術」 

 

文部科学省若手任期付研究員支援（継続1）「酵母による

糖タンパク質医薬の生産系の開発」 

 

文部科学省若手任期付研究員支援（新規）「発生・分化

における糖鎖受容体の機能解析」 

 

高エネルギー加速器研究機構科学技術振興費「糖ヌクレ

オチド代謝回路関連酵素群」 

 

北海道大学科学技術振興費「遺伝子情報解析に関する研

究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構産業

技術研究助成事業費助成金「次世代生体分子マルチカラ

ーイメージング技術の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「健

康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プロ

グラム 細胞内ネットワークのダイナミズム解析技術開

発／多色多様生物発光システムを利用した細胞内マルチ

標識技術開発、細胞内分子ネットワークのリアルタイム

解析技術の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「健

康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プロ

グラム 糖鎖エンジニアリングプロジェクト 糖鎖構造

解析技術開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「健
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康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プロ

グラム／糖鎖エンジニアリングプロジェクト／糖鎖合成

関連遺伝子ライブラリーの構築」 

 

発 表：誌上発表56（54）件、口頭発表137（11）件、

その他9件 

-------------------------------------------------------------------------- 
糖鎖生合成チーム 

（Glycobiosynthesis Team） 
研究チーム長：地神 芳文 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 酵母を材料として細胞壁糖鎖生合成機構の解明など

を通じて糖鎖の生物機能を解明するとともに、細胞壁

合成を特異的に阻害する新規医薬品の開発に貢献する

技術、糖転移酵素を細胞壁に固定化して糖鎖合成に利

用する細胞表層改変技術、糖鎖改変による新規な糖タ

ンパク質医薬の開発など糖鎖工学に有用な技術の開発

を行っている。特に、リソソーム病治療薬では実用化

に有用な知見が蓄積されてきており、ベンチャー創業

も視野に入れて研究成果の産業化に努力している。ま

た、糖鎖合成関連タンパク質の各種酵母での発現系の

構築や得られたタンパク質の立体構造解析など基盤的

研究の蓄積にも努めている。以上のほか、民間企業と

の多様な共同研究などを通じて、基礎・応用の両面で

の貢献に努めている。 

 年度進捗（H15年度の主な成果は以下の通りであ

る。） 

１）酵母細胞壁糖鎖の生合成機構の解明とその利用 

 細胞壁合成因子の新規探索系を用いて探索した新

規な抗真菌剤の標的作用部位が、細胞壁局在糖タン

パク質の GPI（グリコシルフォスファチジルイノ

シトール）生合成に関与する新規遺伝子（イノシト

ールアシル化酵素）であることを初めて見出した。

さらに、この機能の特異的阻害剤探索系に関する特

許を出願した。 

 上記遺伝子と遺伝的に関連する遺伝子（トリプト

ファン透過酵素）を同定し、その細胞内局在を蛍光

タンパク質との融合により検出・観察した。 

２）酵母を利用する糖鎖の合成・改変 

 酵母を利用した糖転移酵素の固定化とこれを利用

したオリゴ糖合成システムの開発に関する成果をも

とに、約50のヒト由来糖転移酵素の酵母での発現系

構築を完了し、順次、その発現量、酵素活性などの

解析を開始した。フコース転移酵素の活性発現など

に成功している。 

 酵母の糖タンパク質生産系を改変して、リソソー

ム病治療薬の開発に有益な技術を開発した。特にフ

ァブリー病治療薬の生産系を開発し、マウスでの体

内動態など医薬品化に重要な知見を得た。 

 糖鎖関連酵素の大量発現・精製、結晶化、立体構

造解析を試み、ヌクレオチドジホスファターゼ

(YND1)の X 線結晶構造解析データを取得した。 

 酵母変異株の機能相補などを利用してヒト由来

N-結合型糖鎖中間体合成酵素（ALG）の候補遺伝

子を単離し、その機能を解析した。 

 

糖鎖遺伝子機能解析チーム 

（Glycogene Function Team） 
研究チーム長：成松 久 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 本年度は、2つの大きな柱、１）クローニングした

ヒト糖鎖遺伝子のうち、まだ酵素活性を検出できない

遺伝子の機能解明を続行する。２）糖鎖構造解析プロ

ジェクトも2年目に入り、質量分析（MS）装置によ

る糖鎖配列決定技術開発をさらに推し進める。を中心

に研究を行った。さらに、我々がクローニングし基質

特異性を解析した糖鎖遺伝子に関しては、３）個体に

おける機能解析を発展させている。ノックアウトマウ

スの解析が進行中である。４）またいくつかの酵素に

関しては3年がかりで結晶構造解析を遂行している。 

１）活性を検出できない15種類の候補遺伝子に関して

解析を行った。分泌型として精製した酵素候補は

in vitro では活性を検出できないため、細胞へのト

ランスフェクションにより、細胞内での糖鎖合成を

解析した。ある種の酵素候補群は、細胞内で基質や

その他のタンパクとコンプレックスを形成し糖鎖合

成を行うことが分かった。 

２）4種類のノックアウト（KO）マウス個体を樹立

し維持し、解析中である。1種類は致死であった。2

種類は ES 細胞レベルにある。4種類はベクターを

構築中であり、10種類はゲノム DNA の BAC クロ

ーンレベルである。Core 3合成酵素は、in vivo の

癌転移実験で、癌転移抑制的に機能する事がわかっ

た。LacdiNAc 合成酵素の全身組織分布を調べ新規

な分布を見出した。キャリアー蛋白を同定中である。 

３）MSn 法による糖鎖構造解析に向けて精力的にデ

ータベースを充実させた。オリゴ糖、糖ペプチド合

成を精力的に行い、MSn 法による DB 構築に貢献

した。 

４）O-グリカンは糖ペプチドとしてライブラリーを

合成中である。 

５）GGDB を作成し公開した。MSn DB および糖鎖

構造 DB を充実させている。 
 

細胞制御解析チーム 

（Cell Regulation Analysis Team） 
研究チーム長：中村 充 

（つくば中央第4） 
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概 要： 

 当チームでは、細胞における特徴的糖鎖発現やその

発現機構を解析し、糖鎖および糖鎖遺伝子が関与して

いる生体情報交換の制御メカニズム解明を目的として

いる。探索したメカニズムを、新たな創薬ターゲット

発見と産業利用技術開発に結びつけることを目標とす

る。研究手段・方法論は、ウィルスベクターシステム

による糖鎖遺伝子の強制発現、ウィルスベクターシス

テムによる糖鎖遺伝子の RNA 干渉技術、および遺伝

子改変マウスなどを用いた解析で、特に遺伝子導入が

難しい哺乳動物幹細胞・前駆細胞を研究対象としてい

る。本年度は、ヒト Ii 式血液型を決定する遺伝子で

あるβ6GlcNAc 転移酵素遺伝子を発見し、赤芽球分

化における発現上昇、成人 i 家系の遺伝子解析による

遺伝子異常、成人 i のアジア人型・白人型2タイプの

病因・成因、特に白内障との関係などを明らかにした。

現在、白内障病因・病態解析のためのモデル動物作製

の検討を含め、マウス水晶体発生と糖鎖遺伝子発現の

関係などを解析中である。また、別のβ6GlcNAc 転

移酵素遺伝子として、シアロムチン糖タンパク上のセ

レクチンリガンド糖鎖発現の鍵を握るコア2GlcNAc
転移酵素遺伝子の転写制御メカニズム解析をおこない、

Sp1ファミリーに属する Sp4遺伝子・タンパクによる

転写制御を明らかにした。Sp4は B 細胞分化にともな

って分子量が増加するとともに、発現量が低下する。

これがセレクチンリガンド糖鎖の発現低下ときれいに

一致する。現在、分子量増加の理由・意義の解析を進

めている。 

 

遺伝子ダイナミックスチーム 

（Gene Dynamics Team） 
研究チーム長：木山 亮一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究チームは、我々の現在持つ技術と研究成果を

発展させ、ゲノム研究において国際競争に拮抗できる

技術の開発とその応用実用化を行うことを目標とする。

糖鎖工学研究センターのチームとして、糖タンパク質

及び糖鎖関連遺伝子の機能を解明することにより、環

境・食品産業や医薬産業への応用をめざす。さらに、

癌化や生理反応において様々な遺伝子と細胞増殖異常

やホルモン応答との関係を解明することにより、遺伝

子機能及びその制御に関して基礎的知識を集積しつつ、

化学物質の検査や癌などの診断・治療への応用をめざ

す。具体的には、プロテオミックス解析や DNA チッ

プ解析などを利用して癌における糖タンパク質・糖鎖

関連遺伝子を含むシグナル伝達に関与する遺伝子群を

網羅的に解析し、さらに転写制御に関与するクロマチ

ン構造やそれに基づく転写制御を解明することにより、

知的基盤としての遺伝子機能の解明とそれを利用した

実用化への糸口を探るとともに、得られた知識の特許

化及び事業化を積極的に行う。平成15年度は、遺伝子

の機能解析と DNA マイクロアレイを用いた環境ホル

モン評価法のためのデータベースの作成を行った。具

体的な成果としては、論文・総説発表（in press を含

めて）8件、学会発表（22件、内招待講演7件）、特許

申請1件などがある。ベンチャー企業支援による技術

移転に関しても、増資を行うなど具体的な成果として

現れてきている。糖鎖関連遺伝子を含めて、遺伝子の

機能解明のための手法はほぼ確立できたので、それぞ

れの遺伝子に関して機能解明による論文・学会発表及

び特許取得を進める基盤と、ベンチャー企業に対する

技術移転のスキームが確立できたと考える。 

 

遺伝子応用技術チーム 

（Applied Gene Technology Team） 
研究チーム長：町田 雅之 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 目的：糖鎖、および糖鎖の合成・分解等に関る遺伝

子の高感度でハイスループットな診断システムに関る

技術開発を行う。 

 研究手段：磁気ビーズによる自動化処理技術を基盤

として、蛍光標識による多重化反応技術、検出装置を

含めた自動化解析技術、多重化と自動化に適した検出

反応技術により、糖鎖と関連遺伝子の変異解析等のた

めの高速解析技術基盤を確立する。また、光学イメー

ジング技術に基づいて、糖タンパク質発現やゲノム異

常を高感度ハイスループット解析しうる技術を開発し、

癌の新たな検査・診断システムへの応用を目指す。さ

らに、糖鎖の自動化解析技術に重要なタンパク質・酵

素ツールについて、超好熱古細菌および麹菌等より、

安定性、特異性などの面で利用しやすいタンパク質ツ

ールの単離と応用など、実用化を強く意識した研究を

進めている。 

 方法論： ①磁気ビーズなどを利用した自動化医療

診断技術の開発では、自動化反応装置とフローサイト

メトリー型の検出装置を一体化し、96検体の複数の

SNPs を全自動で解析する装置、固体表面上に DNA
を固定化し、in vitro の転写・翻訳系を用いる新規自

動化プロテインアレイの技術基盤の構築、②ゲノムレ

ベルでの異常解析に基づいた癌の悪性度診断技術の開

発では、1400クローンの BAC からなるヒト・ゲノム

ワイド DNA アレイを構築と、セルアレイ解析技術・

半導体量子ドットを用いた蛍光イメージング技術の開

発、③タンパク質ツールの探索・技術開発では、代表

的な糖鎖合成に関与する超好熱古細菌の遺伝子のクロ

ーニング及び発現を行った。 

 

糖鎖構造解析チーム 
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（Glycostructure Analysis Team） 
研究チーム長：平林 淳 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本年は糖鎖エンジニアリング（SG）プロジェクト

の初年度に当たり、当チームでは糖鎖プロファイリン

グとグライコプロテオミクスの2項目についてプロジ

ェクト研究を開始した。糖鎖プロファイリングの基盤

技術である FAC については試作1号機が H14年度末

に納入されたのを筆頭に、SG プロジェクト補正予算

での納入も含め、現在計3台がフル稼動している。市

販レクチン、標識糖鎖を中心にした網羅的相互作用解

析「ヘクト・バイ・ヘクト解析」は現時点で極めて順

調に進行しデータを蓄積している。第2のプロファイ

リング技術であるレクチンアレイ・糖タンパク質アレ

イは開発要素が大きく、さらに基本原理の検証等に時

間を要すると思われる。一方、2台の MS 装置を用い

た標準糖鎖の構造解析もほぼ順調に進行し、ナノ LC
とのカップリングによるグライコプロテオーム解析を

本格始動させる下地がほぼ整った。次年度に向けより

本格的な糖ペプチド調製プロセスの効率化、高スルー

プット解析に不可欠な分取ロボットの仕様などを共同

研究企業とともに進めていく予定である。 

 

糖鎖自動合成チーム 

（Glycochemosynthesis Team） 
研究チーム長：西村紳一郎 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究チームには①実用的糖鎖自動合成装置開発の

ための基盤技術構築と、②｢糖鎖構造解析技術開発関

連新規プロジェクト（本年度より開始の SG プロジェ

クト）｣における糖ペプチド合成の2件の大きな課題が

課せられている。これらを同時にしかも効果的に推進

するため、糖ペプチド合成に照準を絞った高性能高分

子担体の分子設計に着手している。さらに、現段階で

関連酵素が入手できないために進展が遅れていたムチ

ン型糖ペプチドの共通コア構造3種を化学合成にて大

量調整し、これを高分子担体に複合化することで

MUC1などの典型的な糖ペプチドライブラリ構築に大

きな展開を実現している。 

 また、つくばグループで作成した酵母細胞表層に提

示された糖転移酵素が「糖鎖自動合成装置 GolgiTM」

にて応用可能な実用的固定化糖転移酵素として有望で

あることも示され、酵素の安定供給への大きな第一歩

となっている。 

 他には、不凍糖タンパク質「AFGP」の大量合成と

臓器保存用試薬としての実用化研究を中小企業支援型

プロジェクトとして開始している。 

「糖鎖自動合成装置（GolgiTM）の開発」 

 糖鎖およびその誘導体の合成は、その操作の煩雑さ

から、糖鎖研究領域全体における律速領域の一つとな

っており、糖鎖自動合成装置の開発は糖鎖機能の研

究・応用の促進のためにきわめて重要な課題である。

当チームでは自動合成装置化が可能でさらに複合糖質

への応用が容易な糖鎖設計（合成）法を考案し、その

実用化研究を進めている。 

 平成15年度は、これまでに開発した糖鎖自動合成装

置 GolgiTM の運転実績から抽出した次の2つの改良点

（①反応基質の希釈に伴う反応性の低下、②反応性の

異なる酵素への対応）に対応した3号機を設計し製作

した。すなわち、①に対して、反応流路を大幅に簡略

化と限外濾過による低分子化合物の分離システムを組

み込んだ、また、②に対しては、従来の固定化酵素カ

ラム以外に遊離酵素も使用可能とし、酵素の性質に合

わせて 適な使用法を選択可能となった。 

「高反応性新規糖鎖合成用プライマーの開発」 

 当チームで開発した糖鎖自動合成装置では糖質アク

セプターを枝状に集積した水溶性高分子型基質（プラ

イマー）を利用することにより、反応性の向上と基質

の分離を両立することに成功している。 

 平成15年度は、これまで糖転移効率が低かった酵素

の反応性が飛躍的に向上するポリアニオン型水溶性高

分子担体の開発とその機構の解明に成功した。 

「糖ペプチドライブラリの構築」 

 当チームではこれまで、糖鎖自動合成装置による糖

鎖と糖脂質の合成システムを開発した。そこで現在は、

糖鎖自動合成法とペプチド自動合成法を統合した糖ペ

プチド自動合成システムの開発を行っている。 

 平成15年度は、この合成システムの前半部分に重点

を置き、保護基を統一した糖アミノ酸を用いて様々な

組み合わせの糖ペプチドライブラリを構築した後、穏

和かつ均一な動作ですべての保護基を除去できるルー

トを確立した。 

 

26○【年齢軸生命工学研究センター】 
（Age Dimension Research Center） 

（存続期間：2002.7.1～） 

 

研究センター長        ：倉地 幸徳 

副研究センター長：西川 諭 

総 括 研 究 員：今村 亨 

 

所在地：つくば中央第4、第6 

人 員：16（14）名 

経 費：473,058千円（392,954千円） 

 

概 要： 

 当センターは、年齢が重要な役割を果す幾つかの重

要な生理反応、特に血液凝固・線溶系、免疫、脳機能
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や骨代謝、に関与する作用機構及び年齢軸に沿った変

動と調節機構（年齢軸恒常性）に焦点を当てた独創的

研究活動を展開する。少子高齢化が急速に進行する我

が国にあって、国民の健康な生活と産業など社会の活

性の維持と増進は今や重大な国家課題である。近年の

生命科学と関連技術の著しい発展はヒトを始め多くの

生物のゲノム配列解明と遺伝子発現の包括的解析と生

命現象の総合的理解が可能な時代をもたらすと共に、

知財創出と新技術応用開発、バイオベンチャー起業、

等の重要性が強調され、それらに向けた環境も整備さ

れてきた。この背景にあって､今日の国内外の生命科

学研究は、個人ゲノムの多様性や機能遺伝子同定、遺

伝子発現解析、バイオインフォマティクス､プロテオ

ミクス、生体機能物質の同定とネットワーク解明、疾

患診断、治療法開発、幹細胞を用いた再生医療、等に

重点が置かれている。しかしながら､複雑な生命現象

とその恒常性、その乱れをももたらす疾患を理解する

ためには、その本質的重要な一要素である年齢（時

間）の役割を遺伝子・分子レベルで理解する事を避け

ては不可能である。さきに我々は、世界に先駆け生命

現象を年齢軸の視点から分子レベルで解析する研究分

野を開拓し、 初の年齢軸遺伝子調節分子機構の解明

に成功した（ASE/AIE 型年齢軸遺伝子調節分子機構

と呼ぶ）。この成果は生命現象、特に細胞調節や加齢

現象、免疫等の生理反応の調節機構解明に新しい視点

を与え、年齢が危険因子として知られる循環器病等、

多くの成人・高齢者病の総合的理解、更に予防・治療

法・治療薬の開発等に貢献できる新研究分野、年齢軸

工学（Age-Dimension Technology）の開拓を可能に

するものとなった。当センターはこの基盤に立って、

年齢軸恒常性調節分子機構の解明を通しての統合的生

命現象理解を図ると共に、年齢軸工学の開発と積極的

産業応用を目指している。 

 平成15年度には、前年の暫定的2チーム組織から、

健康インフォマティクスチーム、エージディメンジョ

ンチーム、構造生物学チーム、及びセルレギュレーシ

ョンチームの4チーム体制とし、研究組織としての充

実を図った。健康インフォマティクスチームは7月に

分離し、構造生物学チームは同様に10月にエージディ

メンジョンチームから分離、独立したものである。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費 地域中

小企業支援型研究開発（共同研究型）「糖鎖付加型増殖

因子の実用化研究」 浅田 

 

文部科学省 科学研究費補助金「血管誘導因子を用いた

骨再生技術の開発」 植村 

 

文部科学省 科学研究費補助金「年齢軸制御の分子機構

に関する構造生物学的および計算科学的解析」 舘野 

文部科学省 科学研究費補助金「体内時計を伺っている

視交又上核内マスター細胞の同定」 浜田 

 

文部科学省 科学研究費補助金「破骨細胞における新規

核内アポトーシス制御因子 DRAK1の機能に関する研

究」 植村 

 

発 表：誌上発表14（12）件、口頭発表49（15）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
エージディメンジョンチーム 

（Age Dimension Team） 
研究チーム長：倉地 幸徳 

（つくば中央第4及び第6） 

概 要： 

 エージディメンジョンチームは7月の改組により、

健康インフォマティクスチームと構造生物学チーム創

出の母体となった。改組後のこのチームは、免疫応答

と免疫異常症の機構、記憶・学習機構、及び骨の代謝

機構の研究に焦点を当てる事となった。獲得免疫及び

自然免疫は共にヒトの健康増進・維持に極めて重要な

働きをするが、年齢でその能力は変動し、加齢と共に

衰退していく。同様に、脳機能・学習能力も年齢に大

きく依存し、又、骨の代謝も粗骨症などで知られるよ

うに年齢で変動する。このチームの研究から得られる

新知見は、これら生理反応系が関与する成人病や高齢

者病の発症機構解明に役立てて行くと共に、これら疾

患のより効果的な新予防法、治療法、創薬知財開発を

行う年齢軸工学の開拓に貢献する。これらの研究は

我々が 初に発見した ASE/AIE 型年齢軸遺伝子調節

分子機構とは異なる新規年齢軸遺伝子調節分子機構の

発見に繋がる可能性も持っているものである。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目７、テーマ題目

８、テーマ題目９、テーマ題目10、テーマ題目11、テ

ーマ題目14 

 

健康インフォマティクスチーム 

（Health Bioinformatics Team） 
研究チーム長：倉地須美子 

（つくば中央第4及び第6） 

概 要： 

 平成15年6月に新設された健康インフォマティクス

チームの研究目標は年齢軸恒常性調節分子機構の統合

的解明と臨床研究にあり、この目標に向かって我々が

世界に先駆け解明した年齢軸遺伝子調節機構の更なる

精査と汎普遍性の証明及び年齢軸工学開発を進めた。

また、血液凝固及び線溶系因子、膜蛋白質分解酵素な

どの分野に於いて新規年齢軸遺伝子調節機構探索をめ

ざした研究も進めた。更に、産学官共同プログラム
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「臨床バイオインフォマティクス研究イニシアティブ

（CBIRI）」の産総研側窓口チームとして、臨床バイ

オの基礎部門研究活動を展開した。この研究活動は、

主にマウスをモデルとして生理反応の年齢軸恒常性変

化に伴う遺伝子と蛋白質発現の網羅的解析を行い、年

齢軸変動データベース構築を目指すと共に、疾患の原

理機構解析、早期予防法、及び、より効果的治療法の

開発の基盤創りとなるものである。 

 Note: 

・平成15年6月、仮住まいの第4事業所から新設完工の

第6事業所6-13研究棟ビルに移転が終了した。 

・平成15年7月、新築の SPF 動物飼育施設の建築に瑕

疵のあることが判明した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目13 

 

構造生物学チーム 

（Structural Biology Team） 
研究チーム長：山崎 和彦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当センターのミッションは、生命現象の年齢軸恒常

性とその分子機構の解明と、成人病・高齢者病の予

防・治療法の開発に貢献することである。分子機構の

解析、さらに解明された分子機構に基づき創薬等の応

用を進めるための重要なアプローチの1つとして、分

子の立体構造解析による作用機構の原子レベルでの解

明がある。当チームは、主として NMR を用いた立体

構造解析、ホモロジーモデリングや分子動力学など計

算科学的手法による構造生物学的研究を展開する。こ

れにより、分子機能解明、その改変や分子認識のイン

ターフェイスに結合する低分子の選別などの研究を著

しく効率化できる。初めて解明された年齢軸恒常性分

子機構に関与している遺伝子エレメント、ASE 及び

AIE の認識と機能発現に関与する蛋白質・核酸相互

作用や、免疫など加齢性疾患の原因および治療に関連

する生命現象が主な研究領域となるが、現在急速に進

展しつつある臨床インフォマティクス研究／健康イン

フォマティクス研究から期待される新規の年齢軸調節

機構関連因子、疾患関連因子やセンター内の他のプロ

ジェクトによって同定される新規因子も研究対象に組

み入れ、センターミッションに資するとともにセンタ

ー内の他のプロジェクトの発展に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目12 

 

セルレギュレーションチーム 

（Cell Regulation Team） 
研究チーム長：鈴木 理 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究チームでは、FGF などポリペプチド性細胞

増殖因子の関与する生命現象に焦点をしぼり、動物個

体で時間軸に沿って変化する可能性のある様々な生命

現象を制御する細胞・遺伝子・分子群及びその情報伝

達系を解析し、こうした細胞・遺伝子・分子群の利用

を図ることを目的としている。中長期的目標としては、

これらの中から時間軸に沿って変化する重要なものを

解明する。その知見を通じて、生命現象の評価・調

節・利用技術の開発が可能になる。研究成果はピアレ

ビューのある国際雑誌に掲載し、世界で初めて行われ

るレベルの高い研究を目指す。FGF ファミリータン

パク質の生理的機能をシグナル伝達とあわせて体系的

に追求する細胞生物学的研究アプローチは世界でもユ

ニークなものである。本研究は中期計画「加齢、増殖

分化、生体リズム等に関与する遺伝子及びその産物を

同定し、これを用いて増殖・分化・脳神経機能等の評

価・調節技術を開発する」のうち、特に「増殖分化等

に関与する遺伝子及びその産物の同定と、これを用い

た増殖・分化・脳神経機能等の評価・調節技術の開

発」にあたる。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目15 

 

臨床バイオインフォマティクス研究イニシアティブ 

（CBIRI） 
連携研究体長：倉地 幸徳 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 産学官の集中型共同研究プログラムで、主に臨床試

料のハイスループット解析を行い疾患の早期診断マー

カーを同定、疾患早期診断、新規治療システムの創出

を目指すものである。健康の段階から、主に血液検査

により病気の発生を予測し、予防できるように、また、

罹患した場合、疾患の進展を予測し適切に早期対処で

きるよう、病気に連動した特有の蛋白質の検出とデー

タベース化を行い、信頼できる診断法とシステムの開

発を行う。このプログラムには、当研究センターが産

総研責任ユニットと同時に基礎研究部門、筑波大学医

学部・付属病院を窓口に地域病院及び他大学病院が臨

床研究部門、そして島津製作所、三井情報開発、

MCBI（幹事会社）が技術・応用開発部門としてそれ

ぞれ参加している。平成15年度は、補正予算26億円を

用い、第4事業所4階に施設設計と改修工事を行い（11

月完工）、ハイスループット用7ラインを含め、12機の

質量計システムと遺伝子発現解析用マイクロアレー解

析用2システムを設置、平成15年度中（平成16年度3月

末まで）に調整まで終了した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］年齢軸遺伝子調節分子機構の精査1&2:

遺伝子エレメント ASE と AIE の結合蛋

白質の同定と機能解析（運営費交付金） 
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［研究代表者］倉地須美子（年齢軸生命工学研究センタ

ー／健康インフォマティクスチーム） 

［研究担当者］倉地須美子、浜田 俊幸（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 年齢軸遺伝子発現安定化因子 ASE の結合核蛋白質の

同定を諸々の手法を用いて進めた。ASE の機能と調節

機構についてもバンドシフト手法等を駆使しての精査が

進行している。年齢軸遺伝子発現上昇因子 AIE の構造

と機能関係の解析と結合蛋白質の同定についても重要な

進展が出始めている。AIE 結合肝臓核蛋白質の同定に

重点を絞り進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］年齢軸、遺伝子調節機構、ASE、AIE 
 

［テーマ題目２］マウス肝臓蛋白質の年齢軸に沿った網

羅的プロテオミクス解析（運営費交付

金） 

［研究代表者］倉地須美子（年齢軸生命工学研究センタ

ー／健康インフォマティクスチーム） 

［研究担当者］倉地須美子、田中 拓、笠間 絵美 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 年齢軸に沿ったマウス肝臓蛋白質発現のデータベース

構築を目指して、まず核蛋白質を2次元電気泳動とマス

スペクトルを用いた解析（網羅的プロテオミクス解析）

で既に約2000のユニークな蛋白質を同定した。この変動

解析を完成させることにより年齢軸での肝臓蛋白質発現

変動のデータベース構築が可能となる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］網羅的解析、プロテオミクス、プロテオ

ーム、発現変動 

 

［テーマ題目３］年齢軸生命工学開発に向けて（運営費

交付金） 

［研究代表者］倉地須美子（年齢軸生命工学研究センタ

ー／健康インフォマティクスチーム） 

［研究担当者］倉地須美子、安部 貴大 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 年齢軸遺伝子調節機構に関与しているエレメント

ASE と AIE 機能の基本普遍性証明は完了した。次の段

階としてこれらエレメントの汎普遍性証明を行うためウ

イルスプロモーターを用いた遺伝子治療用遺伝子導入ベ

クターを作成し（第Ⅸ因子レポーター）、トランスジェ

ニックマウスを構築、解析を進めた。まったく異なるウ

イルスプロモーターを用いた発現系でも年齢軸調節エレ

メント ASE を付加することによる遺伝子発現の年齢軸

安定発現パターンの確認を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］年齢軸、年齢軸工学、遺伝子導入ベクタ

ー、トランスジェニックマウス 

 

［テーマ題目４］膜プロテアーゼ・ヘプシンの前立腺癌

における役割（運営費交付金） 

［研究代表者］倉地 幸徳（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］倉地 幸徳、山本 圭 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 加齢依存性が非常に強い前立腺癌は我が国でも食物の

欧米化や人口の高齢化に伴いその頻度は増加傾向にある。

我々は先に初めて膜プロテアーゼ・ヘプシンの発現がヒ

ト前立腺癌初期段階で高くなり、早期診断マーカーとし

ての可能性を示したが、更にヘプシンの前立腺癌におけ

る役割を明らかにする目的でまずその自然基質の同定研

究を進めてきた。この研究は前立腺癌におけるヘプシン

の役割と機能の理解と共に、早期診断マーカー開拓と新

規治療薬開発ターゲットなどに大きな可能性を与えるも

のである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヘプシン、膜プロテアーゼ、前立腺癌、

早期診断マーカー 

 

［テーマ題目５］遺伝子発現制御因子および免疫系蛋白

質の構造生物学的解析（運営費交付金） 

［研究代表者］山崎 和彦（年齢軸生命工学研究センタ

ー／構造生物学チーム） 

［研究担当者］山崎 和彦、舘野 賢、山崎 智子、 

山口 博司（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 概要：遺伝子発現の年齢軸制御機構の原子レベルでの

解明および加齢性疾患の治療への応用を目的とし、関連

する因子の立体構造決定を行うとともに、計算科学的手

法を用いて、分子認識機構の解析を行う。今年度は、遺

伝子発現調節に関わる蛋白質ドメインの新規立体構造を

核磁気共鳴（NMR）分光法によって精密に決定するこ

とと、蛋白質・核酸相互作用における分子認識機構を解

明することに重点を置く。 

 内容：NMR 分光法により、2種の遺伝子発現関連蛋

白質ドメインの新規立体構造決定に成功し、核酸認識機

構に関する解析をおこなった。また、免疫細胞の分化に

関わる遺伝子発現制御因子の立体構造解析を進めた。 

［分 野 名］構造生物学 

［キーワード］年齢軸制御、遺伝子発現、免疫、NMR、

計算科学 

 

［テーマ題目６］セルレギュレーションの研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］鈴木 理（年齢軸生命工学研究センター

／セルレギュレーションチーム） 
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［研究担当者］今村 亨、鈴木 理、浅田 眞弘、 

角渕 浩央、倉持 明子、川野 光子、 

本田 絵美、隠岐 潤子、石崎 明、 

柏田健太郎、篠宮 道代 

（職員3名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、FGF などポリペプチド性細胞増殖因子

の関与する生命現象に焦点をしぼり、動物個体で時間軸

に沿って変化する可能性のある様々な生命現象を制御す

る細胞・遺伝子・分子群及びその情報伝達系を解析し、

こうした細胞・遺伝子・分子群の利用を図ることを目的

としている。中長期的目標としては、これらの中から時

間軸に沿って変化する重要なものを解明する。その知見

を通じて、生命現象の評価・調節・利用技術の開発が可

能になる。研究成果はピアレビューのある国際雑誌に掲

載し、世界で初めて行われるレベルの高い研究を目指す。

FGF ファミリータンパク質の生理的機能をシグナル伝

達とあわせて体系的に追求する細胞生物学的研究アプロ

ーチは世界でもユニークなものである。本研究は中期計

画「加齢、増殖分化、生体リズム等に関与する遺伝子及

びその産物を同定し、これを用いて増殖・分化・脳神経

機能等の評価・調節技術を開発する」のうち、特に「増

殖分化等に関与する遺伝子及びその産物の同定と、これ

を用いた増殖・分化・脳神経機能等の評価・調節技術の

開発」にあたる。 

 平成15年度は重要で興味深いいくつかの事実を世界で

初めて発見し、国際雑誌に掲載された。FGF-16タンパ

ク質の例外的分泌機構を担う構造に関して、論文発表を

達成した（J Biol Chem, 278, 35718-35724, 2003）。

FGF-1核移行ペプチドによる増殖促進シグナル伝達機

構に関する知見を論文発表した（Exp Cell Res 283, 
91-100, 2003）。PC12細胞の神経様細胞への分化を FGF
と BMP-2が協調的に増強する際に Smad が関わること

を論文発表した（FEBS Lett 536, 30-34, 2003）。新

規糖転移酵素 CSGalNAcT-1が HS 糖鎖と CS 糖鎖の振

り分けに重要であることを PG-FGF-1を基質として明

らかにし発表した（J Biol Chem 278, 3063-3071, 

2003）。このほか平成14年度からの継続テーマとして、

血管内皮細胞の平滑筋様分化の分子細胞レベルでの記述

（J Biol Chem, 278, 3063-3071, 2003）など、多数の

論文発表、特許出願を行った。さらに、皮膚細胞の幹細

胞が存在する毛包バルジ領域で特異的発現する FGF を

発見し、論文投稿と特許出願を行い、他の研究も計画を

順調に実行し、研究成果を学会・研究会で発表した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞増殖因子、遺伝子、分化、細胞機能 

 

［テーマ題目７］「化学修飾剤による自己免疫疾患発症

の加齢依存性と新規治療法の確立」（内

部資金（継続）） 

［研究代表者］倉地 幸徳（古川 功治）（年齢軸生命

工学研究センター／エージディメンジョ

ンチーム） 

［研究担当者］倉地 幸徳、古川 功治、岡田 知子 

［研 究 内 容］ 

 化学修飾された蛋白質に対する免疫応答研究を年齢軸

変化を視野に入れ展開した。本研究では免疫レパートリ

ー変化に焦点を絞った研究を行うが、従来の方法論では

限界があるため、研究推進に必須となる方法論の開発か

ら始めた（配列解析を中心にした解析法と立体構造を中

心にした解析法2つを開発した）。また、本研究は視点を

化学修飾自己蛋白質に移すことにより自己免疫疾患と化

学修飾剤との相関も精査できる。これは、これまでに余

り進められていない新規性の高い着眼点と考える。 

 我々は、まず、前年度に引き続き、大量の B 細胞抗

原受容体の配列解析を行い、その配列間の距離等を用い

ることで特定のレパートリーがどの程度多様であるか、

数値評価する方法の確立と応用に注力した。配列間距離

等により定義される多様度を3次元系統樹として視覚的

に表示する方法、さらに、主成分分析を用いたレパート

リー小集団間の多次元相関の分離と可視化等を行う手法

の開発をコンピュータプログラムの作成も含め、ほぼ終

了できた。これらを用いた研究から、化学修飾された蛋

白質への免疫応答の強さは、過去の全く異なる免疫応答

由来のメモリーB 細胞が交差反応するか否かによって大

きく左右されることを見いだした。つまり、ある化学物

質に敏感か否かは、それまでの免疫履歴が大きく関与す

ることを意味する。さらに、これらの解析法を用いるこ

とで、これまであまり注目されていなかった IgG サブ

クラス間でのレパートリー多様化の時間軸変化に大きな

違いが観られることを見いだした。これは特に、抗体工

学関連産業にとって重要な知見と言える。現在、その分

子メカニズムの解明にも着手している。 

 また、これらの研究に関与して、抗体レパートリーを

立体構造、特に、H 鎖と L 鎖の会合角度の違いにより

分類する試みも行ってきた。その結果、マウスの抗体と

ヒトの抗体では会合角の分布が大きく異なることを見い

だし、その原因となるアミノ酸残基についての知見も得

ている。ヒト化抗体作製における重要な要素技術となり

うると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］免疫応答、自己免疫疾患、抗体 

 

［テーマ題目８］「細胞外グルタミン酸濃度調節因子

addicsin による脳の慢性障害機構の解

析」（内部資金（新規）ライフサイエン

ス分野） 

［研究代表者］池本 光志（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］池本 光志、秋月さおり、宅森 将人、 
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井上浩太郎 

［研 究 内 容］ 

 「モルヒネ耐性依存現象」などに代表される「脳の慢

性障害」（脳神経機能障害）は、正常な脳内で営まれる

「神経可塑性維持機構」が何らかの理由により破綻して

発症する。本研究では、脳の慢性障害発生機序の解明を

目的とし、モルヒネ耐性依存形成因子として新規に同定

した細胞外グルタミン酸濃度調節因子 addicsin（アデ

ィクシン：別名 GTRAP3-18）の分子機能の解明を試み

る。 

 本年度は、下記解析を行い、addicsin の分子機能に

関する基礎的知見を得た。 

(1) マウス脳内における addicsin 発現プロファイルの

解析 

 ウサギ抗マウス addicsin ポリクローナル抗体を作

製し（株式会社トランスジェニックとの共同研究、商

品化）、addicsin がグルタミン酸興奮性ならびに

GABA 抑制性神経細胞等において遍在的に発現する

こと、その発現量は年齢軸依存的に増加し、生後４週

齢以後は一定となることを明らかにした。 

(2) addicsin の分子生理機能に関する解析 

 PKC 活性化剤（0.1～10μM PMA、PDBu、

Thymeleatoxin 等）や Ca2+ influx 誘導剤（90mM 

KCl 、0.1～ 10μM A23187）等の処理により、

addicsin が小胞体から細胞膜へ移行すること、また、

この現象には Conventional PKC による addicsin の
Ser18残基のリン酸化制御が重要な役割を果たすこと

を見出した。さらに、addicsin の Ser18残基を Ala18
残基に置換したドミナントネガティブ型 addicsin 
S18A 変異体を NG108-15細胞等の培養神経細胞株に

過剰発現させた場合、野生型 addicsin と比して顕著

な神経細胞死が誘導されることを明らかにした。以上

の成果により、addicsin Ser18残基のリン酸化制御の

観点から、脳の慢性障害発生機序を解析することが可

能となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］年齢軸、addicsin、脳慢性障害、 
PKC リン酸化反応、神経細胞死 

 

［テーマ題目９］「健康管理のための年齢軸工学プログ

ラム」（「健康で生産的高齢化社会の創

出技術開発」の修正テーマ）（内部資金 

分野戦略実現のための予算 ライフサイ

エンス分野） 

［研究代表者］倉地 幸徳（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］倉地 幸徳 

［研 究 内 容］ 

 このプログラムはもともと二つのサブプログラム、

「健康で生産的高齢化社会の創出－循環器発症の予防と

QOL の維持」と「健康バイオインフォマティクス研

究」から構成されている。後者は、産学官共同研究プロ

グラム「臨床バイオインフォマティクス研究イニシアテ

ィブ（CBIRI）」との関係で設立したものであり、

CBIRI セクションで別途記述するので、「健康で生産的

高齢化社会の創出－循環器発症の予防と QOL の維持」

関連のみをここに纏める。この研究テーマは、年齢軸生

命工学研究センター、ヒューマンストレスシグナル研究

センター及び人間福祉医工学研究部門の3ユニットが連

携し、高齢化社会における問題、課題を同定し、分野融

合の新視点からアプローチを試みる新規分野の開拓を行

うものである。高齢化社会に突入した我が国の健康で活

力ある産業社会の持続達成は極めて重要であり、この研

究課題はその基盤創りに貢献する。第一段階として、高

齢者の寝たきりなど深刻な社会問題の原因となっている

循環器病に焦点を絞り、新しい視点から疾患分子機構の

解明とより効果的で安全な予防・治療法開発の為の基盤

技術開拓を進め、高齢者がより健康で持続的社会参加を

可能にする社会福祉環境創りに貢献して行く。具体的に

は、年齢軸に沿ったマウス血液と肝臓核内蛋白質発現の

解析、年齢・運動の血液凝固への影響とそれに基づく運

動処方の構築、加齢効果と生活活動度を考慮した心臓血

管呼吸系の運動負荷応答を数理モデル化し、循環器系の

状態の老化予測・診断システムの構築を目指している。

参加ユニット間融合の3サブ研究プロジェクトを設定し、

研究の遂行を行ってきた｡研究成果の公開年次報告会シ

ンポジュームも平成1月に開催した。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］高齢化社会、QOL、循環器、数理モデ

ル、老化予測・診断、マウスモデル 

 

［テーマ題目10］特許実用化共同研究開発費「石灰化誘

導性たんぱく質フォスフォフォリン・コ

ラーゲン複合体を用いた骨誘導材料の開

発」 

［研究代表者］植村 寿公（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］植村 寿公、斉藤 隆史、野村しのぶ 

［研 究 内 容］ 

 フォスフォフォリンは歯の象牙質に含まれる蛋白質の

うち、コラーゲンに次ぐ2番目に豊富なリン酸蛋白質で

ある。セリン、アスパラギン酸リッチな蛋白質でありフ

ォスフォフォリンは生体内でコラーゲンと架橋結合して

いるものと、そうでないものが存在するが、フォスフォ

フォリンーコラーゲン複合体はミネラル形成能を有する

ことが見出された。以上の内容が特許として出願されて

いるが、この実用化のため、周辺技術を固めるための技

術開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］フォスフォフォリン、石灰化、骨誘導材
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料 

 

［テーマ題目11］科学研究費補助金「血管誘導因子を用

いた骨再生技術の開発」 

［研究代表者］植村 寿公（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］植村 寿公 

［研 究 内 容］ 

 骨の再生を誘導するには骨芽細胞による造骨作用が

も重要であるが、それら細胞に栄養分や酸素を供給する

血管新生が十分に伴うことが重要である。現在までの組

織工学、特に多孔性セラミックス材料を用いた骨におけ

る組織工学において、骨芽細胞の活性を高めるために多

くの努力がなされているものの、血管誘導を伴わせた骨

再生の試みは極めて少ない。本プロジェクトにおいて、

骨における組織工学モデル（ラット骨髄細胞を用いた）

において血管誘導を遺伝子工学的に行い、骨再生効率が

亢進することを示すことにより、血管誘導因子の導入の

重要性を明らかにし、今後の組織工学技術に貢献する。 

本年度は血管誘導性因子 VEGF の cDNA を導入したア

デノウイルスを、ラット骨髄由来骨芽細胞に感染させ、

多孔性セラミックス材料に播種した後、ラットの皮下、

および骨欠損モデルに移植し、その後の骨形成を詳細に

検討した。生化学的評価として、アルカリフォスファタ

ーゼ活性、オステオカルシン発現量により評価した結果、

これらの因子がウイルス感染により亢進することが分か

った。更に、組織化学的には HE 染色による新生骨の

増加だけでなく、TRAP 染色により破骨細胞も誘導し

ていることが明らかになった。以上の結果から、VEGF
遺伝子導入により、骨形成の亢進、骨リモデリングの誘

導がおこることが明らかになり、VEGF 遺伝子の導入

が、骨における組織工学技術に有効に働くことが確認で

きた。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］ティッシュエンジニアリング、血管新生 

 

［テーマ題目12］科学研究費補助金「年齢軸制御の分子

機構に関する構造生物学的および計算科

学的解析」 

［研究代表者］舘野 賢（年齢軸生命工学研究センター

／構造生物学チーム） 

［研究担当者］舘野 賢、山崎 和彦、倉地須美子、 

倉地 幸徳 

［研 究 内 容］ 

目標：年齢軸の制御を担う「シグナル配列（遺伝子内の

塩基配列）とその認識タンパク質との相互作用様式」に

ついて、計算科学的手法を駆使して構造生物学的に解析

する。これにより年齢軸制御の機構を原子解像度で解明

し、疾病治癒のための薬剤設計へむけた基盤を創出する。 

研究計画：「年齢に伴い発現および活性パターンが変化

する因子」（例えば第9因子など）の遺伝子内には、その

上流および下流域に特徴的なシグナル配列が見られ、倉

地らによって、それぞれ ASE（Age-related Stability 
Element）および AIE（Age-related Increase Element）
と名付けられた。遺伝子内における位置から、ASE は

特異的な転写因子によって認識され、また AIE は転写

産物（RNA）としてその機能を発現すると考えられる。 

 そこで本研究は、(a) ASE とそれに特異的な認識タ

ンパク質（転写因子）との相互作用様式を明らかにする

と共に、（b）AIE がコードする RNA の立体構造を解析

し、その機能発現の機構を明らかにする。これらによっ

て、制御シグナルの機能を人為的かつ特異的に改変し、

疾病治療法・治療薬等の開発研究を行うための基礎的知

見を得る。 

 年度進捗状況：倉地らは、ASE を特異的に認識する

転写因子の同定を試み、昨年度までに、その因子の候補

の決定に近づいた。しかし実際には、その 終決定に至

るまでにはなお、実験的な困難と不確定性の存すること

も明らかになってきた。 

 そこで本年度においては、生物情報学的手法も駆使し

て、現在の実験データを元に当該のターゲット因子をゲ

ノムおよび立体構造データベース内に検索することをま

ず試みた。ASE の塩基配列から、これを特異的に認識

する転写因子を検索したところ、Ets ファミリーが単独

で該当した。このタンパク質ファミリ内において、さら

に特異性を絞ったところ、複数の因子が強い候補となっ

た。加えて、倉地らによって進められているプロテオミ

クス解析によると、（他の研究グループによる従来の報

告に反して）同ファミリ内のもっとも主たる因子が、肝

臓においても発現していることが明らかになってきた。

その結果に基づけば、同因子もまた当該ターゲットの候

補として矛盾しないことがわかった。 

 これらより ASE を特異的に認識する因子は、Ets フ

ァミリ内にある可能性がきわめて高く、しかもファミリ

内の も主たる因子などと（進化的・機能的に）近い存

在であることが示唆された。したがって、これらの

DNA 認識機構を解析することは、ASE の特異的な機能

発現を明らかにするために不可欠の知見をもたらすと強

く期待される。そこで、これらの因子と DNA との複合

体を、構造モデリング技術を駆使して構築し（3ステッ

プモデリング法・ステップ1）、さらに分子動力学計算を

開始するに至った（同ステップ2）。 

 現在、シミュレーションが進行中であり、今後この結

果を詳細に解析する予定である。これによって、ASE
の機能発現機構の深い理解に、原子解像度における重要

な示唆を与え得ると共に、医薬科学への応用基盤につな

がるものと期待される。 

［分 野 名］生物物理学 

［キーワード］コンピュータシミュレーション、構造モ

デリング、転写因子、DNA 構造、分子
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認識、年齢軸生命工学 

 

［テーマ題目13］科学研究費補助金「体内時計を伺って

いる視交又上核内マスター細胞の同定」 

［研究代表者］浜田 俊幸（年齢軸生命工学研究センタ

ー／健康インフォマティクスチーム） 

［研究担当者］浜田 俊幸 

［研 究 内 容］ 

 2コンパートメントモデルを用いた光刺激による体内

時計の同調機構の解明 

 体内時計の存在部位である視交叉上核にある Calbindin 
D-28K (CalB) 細胞は通常、時計遺伝子発現 (Per1と
Per2 mRNA 発現) がほとんどないが、夜間の光刺激に

対してのみ、刺激に反応して時計遺伝子を発現する。こ

の領域とは逆に時計遺伝子がリズミックに変化し、光刺

激に影響されない Vasopressin (VP) 領域がある。体

内時計は1日の中の決まった時間にしか動かすことがで

きない。光は夜の時刻に特異的に体内時計を動かすが、

私は2コンパートメントモデルを用いて、この機構の解

明を試みた。今回、CalB 細胞が光刺激を体内時計機構

に伝達するゲート細胞であることを CalB アンチセンス

を用いた実験から明らかとした。CalB 蛋白の細胞内、

核の局在にサーカディアンリズムがあり、昼低く、夜に

高いというリズムを示すことを発見した。さらに CalB
アンチセンスオリゴを投与することにより、夜間の光刺

激が引き起こす体内時計を動かす機構を抑制し、逆に体

内時計を動かすことができない昼間の光刺激により、体

内時計を動かすことを明らかとした。このことから

CalB 細胞が光情報を選択的に体内時計機構に伝えてい

ることが分かった。次に光情報がどのようにして CalB 

細胞から時計細胞全体に伝達されるか調べ、光情報は

CalB 細胞から通常、時計遺伝子がリズミックに発現し

ている VP 領域のごく限られたところに伝達すること、

そしてその領域から遅い速度で規則正しく周辺の細胞群

に情報を伝達していくことを明らかとした。 

［分 野 名］生理学 

［キーワード］体内時計、日内リズム 

 

［テーマ題目14］科学研究費補助金「破骨細胞における

新規核内アポトーシス制御因子 DRAK1
の機能に関する研究」 

［研究代表者］植村 寿公（年齢軸生命工学研究センタ

ー／エージディメンジョンチーム） 

［研究担当者］植村 寿公 

［研 究 内 容］ 

 われわれは破骨細胞に特異的に発現するアポトーシス

誘導因子 DRAK1 (death associated protein-kinase 
related apoptosis-inducing protein kinase) のクロー

ニングに成功した (Kojima, Nemoto, Uemura et al. 
J.Biol.Chem. 276(22) 19238 (2001))。この新規アポト

ーシス制御因子の破骨細胞における発現プロセスを観察

し、骨リモデリング過程における DRAK1の役割につい

て調べることが本研究の目的である。本年度は実験に用

いるためのモデルシステムを破骨細胞のアポトーシスを

誘導することが知られているビスフォスフォネートを用

いて検討した。 

 Kakudo らの方法を用いて純化したラビット破骨細胞

を、典型的なビスフォスフォネートの1種、クロドロネ

ートを添加した培地でアイボリー上で培養した。定量的

RT-PCR 法により DRAK1の時間的変化を追った結果、

3時間後に発現の大きなピークを得た。クロドロネート

により誘導されるアポトーシスに DRAK1が関与するこ

とが明らかになった。また、caspase-3活性、bcl-2、
bax の発現の時間変化とも相関があることから、ミトコ

ンドリアを介したシグナル伝達機構の一部に位置し、

caspase-3のインヒビターによる効果から、caspase-3
の下流に位置することが分かった。以上の結果から、

DRAK1の破骨細胞におけるアポトーシスにおける機能

を解明するため、本モデルが有効であることが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］破骨細胞、アポトーシス、カイネース  

 

［テーマ題目15］中小企業産業技術研究開発委託費 地

域中小企業支援型研究開発 

中項目：糖鎖付加型増殖因子の実用化研

究 

［研究代表者］浅田 眞弘（年齢軸生命工学研究センタ

ー／セルレギュレーションチーム） 

［研究担当者］今村 亨、本田 絵美、 

［研 究 内 容］ 

 繊維芽細胞増殖因子はそれ自体が細胞の増殖を促して

治癒を促進するので、創傷治療薬として期待されている。

しかし天然型細胞増殖因子では潰瘍組織中での安定性な

どの問題が未解決で、高用量・頻回投与が必要である。

産総研においては繊維芽細胞増殖因子に糖鎖を付加する

ことで安定性を向上すると同時に、炎症環境での自己活

性化が期待できる第二世代の剤形を創製した。そこで、

本研究では、産総研にて開発された糖鎖付加型高機能細

胞増殖因子について、これを実用化するための至適化及

び生産技術の確立を主たる目的とした。 

 標的糖蛋白質を生産・分泌する哺乳動物細胞株を作成

し、さらに遺伝子増幅を施すことで、生産量を100倍以

上に高めた株を樹立した。また、導入する遺伝子に部位

特異的点突然変異を導入したところ、比較的均一性の高

い糖蛋白質が発現・分泌されることを確認した。さらに、

得られた糖鎖付加型細胞増殖因子を機能評価に供したと

ころ、実験的皮膚創傷の治癒を促進する機能があること

が確認された。 

 本研究によって、糖鎖付加型高機能細胞増殖因子の大

量生産系、精製法を確立し、その機能が実証できたこと
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から、これを医薬品として開発する道筋は整ったものと

考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞増殖因子、糖鎖工学、皮膚潰瘍治療

薬 

 

27○【技術と社会研究センター】 
（Center for Technology and Society） 

（存続期間：2002.10.1～2004.4.30） 

 

研究センター長        ：小林 信一 

副研究センター長：内藤 耕 

総 括 主 幹：東 晴彦 

所在地：茨城県つくば市東1-1-1 中央第5 

人 員：4（3）名 

経 費：335,861千円（313,803千円） 

 

概 要： 

（研究目的） 

 技術と社会研究センターは、2002年10月1日に発足

した、産総研で唯一の社会科学系分野の研究センター

です。 

 科学技術研究の成果はそれが社会に受け入れられて

はじめて意味を持ちます。そこでは、技術開発と社会

経済的ニーズ等との調整、例えば、顕在的および潜在

的な社会経済的ニーズを的確に把握し、技術開発に反

映させること、技術が社会に受け入れられる条件の解

明や社会的な合意形成のために努力すること、技術を

活用するための社会的制度等を整備することなどが必

要になります。 

 また、科学技術が人間と社会に与える影響がますま

す広範に浸透する時代には、ひとたび技術が社会に受

け入れられた後に、その後の技術システムの変化や社

会システムの変化のために、当初予期されなかった問

題が生じる場合もあります。一方、社会が技術の導入

に対して必要以上に逡巡することは、イノベーション

の可能性やそれに続くさらなる技術の発展の芽を摘み、

かえって社会に不利益をもたらす可能性もあります。 

 このように、科学技術研究と社会との界面に生ずる

諸問題を解決することが健全な技術開発のために必須

です。このためには、科学技術の研究を適切に進める

だけではなく、同時にその社会的側面の研究を進める

必要があります。技術と社会研究センターは、技術の

社会的側面について、社会科学の観点からアプローチ

するものです。 

（研究概況・方法） 

 技術が社会で受け入れられ、社会の持続的発展に貢

献するためには、技術開発の促進のみならず、科学技

術の社会、経済、環境に対する影響を評価・予測し、

適切に影響を管理していくことが必要です。そこで、

本センターは、科学技術研究の推進に並行して、社会

的・経済的なニーズを把握し、また経済的・社会的な

影響や効果を予測・評価し、技術を社会に定着させる

ための制度的基盤の設計や技術開発戦略・政策の構築

などを推進する研究を行います。これを「技術の社会

的側面」研究といいます。 

 近年では、国際的に「技術の社会的側面」の調査研

究が活発になり、各国で制度的に実施されています。

しかし、日本ではこの分野の実績がほとんどありませ

ん。そこで、技術と社会研究センターでは「技術の社

会的側面」の評価研究を推進するために、その基礎と

なる「技術と社会」（技術に関する総合的社会科学）

の理論的研究を推進するとともに、評価方法論の導

入・開発とその体系化を図り、あわせて実践的活動を

展開しております。 

 代表的な研究項目としては、以下のようなものがあ

ります。 

・「技術と社会」に関する理論的研究 

科学技術社会論、技術経営、科学技術政策などの関

連分野の理論的研究 

ラボラトリマネジメント研究 

研究者のキャリアパスに関する研究 

技術革新型企業創生に関する研究 

・「技術の社会的側面」評価研究の事例調査 

海外における評価研究の体制や制度に関する調査 

ナノテクノロジー分野などにおける評価事例の収集、

分析 

・「技術の社会的側面」評価研究の方法論の調査研究 

参加型テクノロジーアセスメント等の方法論の調査 

Artist-in-Residence for Research の事例調査 

・実践的研究 

個別の技術、技術分野に関する社会的評価・予測や

戦略形成のための調査研究 

 2003年度は、海外における当該分野の研究動向、研

究体制、活動状況の調査を行いました。とくに、ナノ

テクノロジー分野は、「技術の社会的側面」研究の対

象として国際的に注目されている分野であることから、

その状況について調査を着手しました。これらを通じ

て、「技術の社会的側面」研究の方向性を明らにする

とともに、さらにそれを支える技術の社会科学研究の

あり方について検討しました。 

 なお、技術と社会研究センターは平成15年4月に廃

止し、当該調査研究テーマは技術情報部門に継承する

こととなりました。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］社会科学、技術の社会的側面、技術評価、

テクノロジーアセスメント 

 

28○【デジタルヒューマン研究センター】 
（Digital Human Research Center） 
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（存続期間：2003.4.1～2010.3.31） 

 

研究センター長        ：金出 武雄 

副研究センター長：持丸 正明 

総 括 研 究 員：松井 俊浩 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：11（10）名 

経 費：274,916千円（228,683千円） 

 

概 要： 

 「人間」はほとんどの産業システムおよび製品にと

って、それを利用する対象として設計され、あるいは

またその性能を定める根本的な部品として、もっとも

重要な要素である。例えば車は人を運び、人に運転さ

れる。しかし「人間」はこのようなシステムにおいて

もっとも理解の進んでいない対象である。人工的に設

計・生産された部品では、その形状・構成・機能につ

いて 先端の数学的・計算機的なモデルが開発されて

いる。しかるに遙かに複雑で洗練された人間の機能と

その行動に関するモデルはほとんど存在していない。

このような意味で人間はシステムの中で“もっとも弱

いリンク”であると言える。デジタルヒューマン研究

センターの目的はこのギャップを埋めることにある。

ここでは計算機上に人間の機能を実現し、それを利用

して人間の機能と行動を記述・分析・シミュレート・

予測することを目的として、人間の計算機モデルを開

発していく。このような技術は人間に係わるありとあ

らゆるシステムを設計し運用する上で、より個人に適

合させ、より簡単に使えるようになり、より調和的に

するために、重要になると考えている。 

 デジタルヒューマンの3つのモデリング軸：人間は

多くの機能を持っている。デジタルヒューマン研究セ

ンターではこれらを3つの軸として分類している。

初の軸は生理・解剖学的な機能である。生物として人

間の体は多くの構成要素・器官・循環器を制御してい

る。生理・解剖学的な人間のモデルは形状・物質的特

性・生理学的パラメータとそれらと内部的・外部的な

刺激との関係から記述されよう。次の軸は運動・機械

的な機能である。人間は歩いたり走ったり、移動した

り物を扱ったりする。運動・機械的な人間のモデルは

人間の運動の機構的、動力学的、行動学的な分析によ

り記述される。 後は人間の感じ・考え・反応し・対

話する機能である。認知・心理的な人間のモデルは人

間が外界の事象、他の人間、環境などに対する認識

的・心理的な行動を取り扱う。これらの3つの軸は当

然のことながら独立ではない。人間のデジタルヒュー

マンモデルはこれら3つの軸を統合することにより達

成される。ただいかに深く関係があるとはいえ、人間

の構成と機能を研究するのに、例えば細胞や神経、遺

伝子やタンパク質と言ったもっとも細かい構成要素か

ら積み上げなければならないわけではない。デジタル

ヒューマン研究センターの焦点は人間の機能そのもの、

すなわち機能がどうなっていて、どのような時に発現

し、どのように係わるか、という点にある。 

 デジタルヒューマンの3つの構成要素：計算機モデ

ルは人間の機能を記述する。これ以外に2つの技術が

デジタルヒューマン研究とその応用に必要と考えてい

る。人間を実環境の場において、可能な限り人間を妨

げずに精密に計測する手法である。心理的な計測・モ

ーションキャプチャによる運動計測・形状計測・表情

分析などがこれに相当する。デジタルヒューマンモデ

ルを利用する応用分野においては、このような観測技

術は計算機モデルを駆動するための入力となる。計算

機上の仮想人間が実世界の人間と対話する際には、人

間の表情やジェスチャーを理解する観測技術が必要に

なる。反対に仮想人間の出力は音声や視覚的、力覚提

示装置などの提示技術が重要になる。われわれは三次

元音場、三次元グラフィック技術、力覚提示装置から

ヒューマノイドロボットを提示技術の対象として研究

している。これら観測、モデリング、提示技術の3つ

がデジタルヒューマン研究の3つの構成要素となる。 

 デジタルヒューマンの4つの研究分野：人間の機能

は個人や状態、文脈に依存し、その発現メカニズムの

多くは複雑かつ深遠で、科学的に解明されていない。

ただし、産業応用を想定した場合、必要な人間機能が

十分な精度で再現できれば有用なデジタルヒューマン

となる。必ずしも、人間機能が完璧かつ精緻に再現で

きなくても良い。そこで、デジタルヒューマン研究セ

ンターでは、具体的な産業応用課題を設定し、それを

解決しながら、徐々に統合的なデジタルヒューマンモ

デルを構成していくアプローチ－ Appliecation 
Driven Research スタイルを取る。ここでは、大きく

3つの応用シナリオを描いている。第1は、人に合わせ

るデジタルヒューマンで、人間の形状、運動、感覚、

感性の個人差、状態差、時間変化をモデル化し、それ

に適合するように製品の形状や機能を設計・構成する

研究である。人体形状モデルに基づく個別適合着装品

の設計、手の詳細モデルに基づく製品設計、全身動作

モデルに基づく自動車設計などの研究を進めている。

第2は、人を見守るデジタルヒューマンである。家庭

やオフィス、病院などで活動する人間の状態を、可能

な限り人間にセンサを装着せずに見守り、理解する研

究である。超音波センサやカメラなどを天井や壁面に

取り付け、発信器を身の回りの製品類に取り付けるこ

とで、製品の動きを介して人間の行動を知る研究など

を進めている。第3は、人を支えるデジタルヒューマ

ンである。音声や力覚提示技術を介して、人間の行動、

状態に即したサービスを提供し、人間の行動を支える

技術である。ヒューマノイドロボットや三次元音場提
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示などの研究がこれにあたる。第4は、これら3つの応

用シナリオの基盤となる研究で、人を知るデジタルヒ

ューマン研究である。ここでは、もっとも原理的解明

が遅れていて、モデル化の難しい心理認知機能の研究

を中心に進める。人間の運動データを、動物行動学的

な仮説に基づく動作素に分解し、行動の裏にある心理

活動を知る研究、手術中の医師と患者のインタラクシ

ョンにおいて、患者の生理心理反応を確率モデルで再

現する研究などを進めている。これらの心理認知モデ

ルを上記3つの応用シナリオに取り込み、個々の応用

シナリオに関わる人間機能を必要とされる部位・解像

度（精度）で再現できる統合ソフトウェアプラットフ

ォーム「人クラス」を構成する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的基礎研究推進事

業「デジタルヒューマン基盤技術」独立行政法人科学技

術振興機構 戦略的基礎研究推進事業「ヒューマノイド

ロボットの分散制御系の研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 さきがけ「超分散マイ

ク・スピーカーによる複数の音焦点形成」 

 

社団法人人間生活工学研究センター・(財)機械システム

振興協会「6軸反力計測フットウェア及び動作自動生成

モデルの試作評価」 

 

社団法人人間生活工学研究センター 経済産業省知的基

盤整備事業・再委託「高度人体デジタル計測システム技

術の開発（特徴点と表面形状から人体各部の寸法を自動

計測する技術の開発）」 

 

財団法人セコム科学技術振興財団 平成15年度セコム科

学技術振興財団研究助成「特別養護老人ホームにおける

介護支援のためのセンサ・ネットワークに関する研究」 

 

財団法人セコム科学技術振興財団 平成15年度セコム科

学技術振興財団研究助成「乳幼児事故予防のための知識

データベースと事故予測モデル」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「情報幾何に基づく確立

伝搬法の解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ヒトの複合動作生成の

ための力学的動作理解」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「形態と姿勢を再現する

手のデジタルモデルの研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金 

「スマートカーペット －動的なフットプリントからの

個人属性計測法の研究－」 

 

発 表：誌上発表35（30）件、口頭発表72（28）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
人間モデリングチーム 

（Digital Human Modeling Team） 
研究チーム長：松井 俊浩 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 人間機能モデリングチームは、人を知り、それをモ

デルとして表現することを目的とする。これは、デジ

タルヒューマンの基盤的、共通的な研究を構成すると

同時に究極の目標である。ここでは、アプリケーショ

ンに向けた技術開発より、学術的な原理の追求、多く

のデジタルヒューマン研究を統合していくデータベー

スやソフトウェア基盤を構成すること、トータルシス

テムの上で研究成果の相互活用を図ること、に注力す

る。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

人間適合設計チーム 

（Human Centered Design Team） 
研究チーム長：持丸 正明 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 人間に適合する機器・装着品を設計・製造・販売す

る計算機援用技術の確立を目的とし、生理解剖因子－

運動機械因子－心理認知因子の3つの軸を相互に絡め

ながら、人間の機能を計算機上の数学モデルとして再

現する研究を行う。人間の解剖構造・形態・運動・

力・感覚の計測技術とデータベース、それらをモデル

化して機器や装着品の CAD モデルとの相互作用を、

計算機上で仮想評価する技術、モデル化した人体形態

や運動を CG や実体模型として提示する技術を一貫し

て研究する。研究スタイルは、Application Driven
とし、企業との共同研究を中心とした具体的な問題解

決を例に、科学的・工学的立脚点からデジタルヒュー

マンの研究を進めていく。研究成果を社会的にインパ

クトのある形で発信するまでの、完結した、ストーリ

ー性のある研究を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５ 

 

人間行動理解チーム  

（Human Activity Understanding Team） 
研究チーム長：西田 佳史 

（臨海副都心センター） 
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概 要： 

 人間行動理解チームの目的は、日常生活環境におい

て無拘束に人の行動を観察する技術、観察された行動

データから人の行動モデル（デジタルヒューマン）を

用いてその人の状態を解析・推定する行動解析技術、

推定結果に基づいて日常生活環境を制御することで、

危険防止、事故の早期発見、生活向上支援などを行う

行動活用技術を開発し、これら3つの要素技術を人間

支援空間として統合し、医療・福祉分野、住宅分野、

教育分野へ応用することを通じて「人を見守るデジタ

ルヒューマン技術」を具体的に構築・検証することに

ある。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７ 

ヒューマノイドインタラクションチーム 

（Humanoid Interaction Team） 
研究チーム長：加賀美 聡 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 ヒューマノイドロボットが人のように安定して移動

し、物体を把持し、人間を認識してインタラクション

を行う機能を統合した対人サービス用ヒューマノイド

ロボットの研究を行うことが本チームの目的である。

主に二つの方向で研究を行う。 

(1) ヒューマノイドロボットの自律性向上の研究 

 対人サービスアプリケーションを目的にヒューマ

ノイドロボットの自律性向上の研究と、人間の運動

モデルをヒューマノイドロボットに応用し、ロボッ

トの運動を効率化・高速化・安定化する研究を行う。 

(2) 人間のモデル化と対人インタラクション機能の研

究 

 人間の動きを予測・解析可能な運動モデルの獲得

と、人間の動きに学んだロボットの動作の改良、人

間を観察する手法の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目10 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］動作の表現と歩容解析（運営費交付金

＋科学技術振興機構 CREST） 

［研究代表者］松井 俊浩（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］松井 俊浩、中田 亨（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 人間の動きから心理状態などをシンボリックに推定す

るための適切な動作表現の方法を研究した。ここでは、

ダンスセラピーと呼ばれる分野で用いられている

Cohen の理論を用いて、動作者の心理状態を解釈する

方法を研究した。生物がもつ5つの基本運動様式が人間

の心理状態（迷い、退屈、眠気、焦り）に応じて無意識

的に発現するという動物行動学の知見に基づき、通常の

人間行動に、5つの基本運動様式がどの程度含まれてい

るかを定量化する技術「舞紋」を開発した。5つの基本

運動様式とは、(1) クラゲのようにすべての運動が一方

向に集中する・あるいは発散する動き、(2) ウナギのよ

うに背骨に添って動作が伝達する動き、(3) カエルのよ

うに上半身と下半身の伸縮が逆である動き、(4) トカゲ

のように右半身と左半身の伸縮が逆である動き、(5) ヒ

トのように右腕左足と左腕右足の伸縮が逆である動きの

5つである。実測した運動について、これらの5つの運動

様式の度合いがどの程度多きかを定量的に可視化したも

のが、舞紋である。さらに、舞紋で表現される運動様式

が大きく切り替わる姿勢をキーフレームとして自動抽出

する技術を開発した。具体的には舞紋の自己相関マップ

を構成し、時間軸方向に一連の動作の固まりとなる領域

を自動的に切り出す技術である。モーションキャプチャ

装置で計測した一連の動きのデータに対して、同手法を

適用して運動を分節化することができた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］運動計測、コンピュータグラフィクス、

心理モデル 

 

［テーマ題目２］手術支援（運営費交付金＋科学技術振

興機構 CREST、人間福祉医工学研究部

門と共同研究） 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］持丸 正明、酒井 健作 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 人間の心の働きを知る研究には、第1種基礎研究とし

ては認知心理学や社会心理学などの基盤があり、工学と

しては、人工知能の研究がある。当研究センターでは、

一般的な「考える機械」を作るのではなく、人間のメン

タルな働きを知ることが我々の生活に直結する応用とし

てヒューマンエラーと手術シミュレーションを選び、認

知的解明と計算機モデルの構成、実応用への適用を行う。

手術シミュレーションは、術中患者の心理・生理状態を

管理し、手術を安全かつ低負担で遂行するために不可欠

な医療技術である。特に副鼻腔炎の手術における医師と

患者のインタラクションを扱う。この手術は、実物を用

いた訓練が困難であり、本研究は、臨床実習に代わり、

仮想患者（Digital Patient）上での実習環境を提供する

ことを目的とする。手術操作に対する患者の反応モデル、

患者の反応に対して操作を選択する医師作用モデル、両

者の相互作用モデルが必要となるが、今年度は、患者反

応モデルの開発、およびその有用性評価のための簡易シ

ミュレータを開発する。患者反応モデルは、人間の心理

作用として手術によらず汎用性がある。類似研究は、

Mississippi 大学、Vanderbilt 大学、九工大などで行わ

れているが、DHRC は、生理ではなく医療手術におけ

る認知心理的なインタラクションを扱う点で特徴がある。

7名の手術観測データに基づき、医師作用（操作フェー
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ズ種、操作量、操作部位）と患者生理指標（心拍、呼吸

数）間での因果関係を解析した。患者生理状態の変動は

ランダムではなく、医師作用の影響を受けて変動してい

ることを明らかにした。特徴的な振る舞いとして、鉗子

による開放操作において疼痛が生じない場合、緊張によ

る交感神経亢進という予想に反して、身構え動作と呼吸

抑制から生じる心拍数低下が有意に見られた。その後鉗

子が引き抜かれ、リラックス状態に移行することにより

呼吸亢進および心拍数増加が観察された。また、鉗子お

よび内視鏡を深く差し込むほどに心拍数が大きく変化す

ることがわかった。これは患者が術具の挿入深度を知覚

し、それに応じて身構え・呼吸抑制動作を行っているこ

とを示している。一方、疼痛発生時は交感神経亢進によ

る心拍・呼吸の増加が見られ、生理学知見と一致する患

者の振る舞いが観察された。これら医師操作と患者反応

の因果関係構造と発生確率に基づき Bayesian Network
によるモデル構築を行った。Bayesian Network は、確

率変数と兆候間の因果関係を有向グラフで表現するので、

相互作用の構造を視覚化でき、情報の専門家以外が構造

の理解、作成、検証できる点で有利である。また、観測

困難な長年の経験として医師が蓄積している知識につい

ても、事前確率としてモデルに取り込める仕組みが用意

できる。これらの結果について学会発表等を行ったとこ

ろ、医師から興味深い結果との評価を得た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］医用工学、人間計測、心理モデル 

 

［テーマ題目３］人体形状・感性モデルに基づく装着品

の適合設計技術（運営費交付金＋科学技

術振興機構 CREST＋受託研究費、各企

業と共同研究） 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］持丸 正明、河内まき子、木村 誠、 

土肥麻佐子（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 人間機能を計測・モデル化し、それに適合する機器を

設計・製造・販売する計算機援用技術を開発する。この

ために、人間の形状・変形・運動の計測技術、それを計

算機上で再現するモデル化技術、モデル化された人間特

性を多数蓄積し、知的再利用に向けて整備するデータベ

ース技術、再現結果の提示技術、および、人体モデルと

製品の適合性を計算機上で評価する仮想評価技術の研究

を行う。人体部位・製品アプリケーションを特定して具

体的に進めながら、他の人体部位や製品に広く展開しう

る手法体系の確立を指向する。靴、下着、メガネ、サポ

ータ、ガスマスクなどの着装品を、人体特性に適合する

ように設計・構成するための技術として、設計機械であ

るコンピュータに、設計対象である製品だけでなく、そ

の利用者である人間の機能をモデル化して再現する研究

を行う。人間特性としては、人体形状の集団特性や個人

特性（生理解剖機能）を基盤とし、それに、運動中の形

状変形（運動機械機能）、触覚や圧迫感、嗜好や感性

（心理認知機能）を加味したモデルの開発を行った。ま

た、そのために必要となる計測技術の開発と、企業との

連携による具体的な応用技術の開発を並行して行った。

(a) 静的な人体形状計測技術：共同開発した可搬型の

足形状スキャナで解剖学的特徴点をデータベースに基づ

いて自動検出する技術、標準足モデルを再分割して計測

データにフィッティングすることで欠落のない高密度足

モデルを生成する技術の開発。(b) 動的変形計測：靴

設計に必要な足の指付け根付近(ボール部)の歩行中の変

形を、1.0mm 未満の精度で計測する技術。別に独自開

発した圧力分布計測装置と同時計測できるシステムを構

成。(c) 人体形状データ処理技術：製品設計寸法を設計

値に合わせながら個人の形状特性を反映した個別製品形

状の格子変形技術。多数の人体形状モデルを統計処理す

る技術の開発ソフトウェアライブラリ整備。著作権登録

し、企業向けに販売（年度内に5本程度見込）。(d) 製
品設計応用：青年男女100名の頭部形状、高齢者男女200

名の頭部形状について系統的な形状差を明らかにすると

ともに、代表人体モデルを合成し、メガネフレーム、ガ

スマスク適合設計に活用（製品試作段階）。(e) 感覚知

覚モデル：足形状、足裏材料特性、触覚感度分布と靴の

フィット感の関係を明らかにした。(f) 感性モデル：メ

ガネをかけたときの印象を、顔のかたちとメガネのかた

ちから予測する研究を開始した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人体形状、人間計測、感性工学 

 

［テーマ題目４］手の機能モデル－Digital Hand の研究

（運営費交付金＋科学技術振興機構

CREST＋科研費） 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］持丸 正明、河内まき子、宮田なつき、 

多田 充徳（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 全身型のデジタルマネキンは、自動車、航空機、住宅、

工場ライン設計など、まさしく全身的な寸法・運動への

適合性が重要視される分野で利用される。ところが、実

際に身の回りには、そのような全身的な適合性を重視す

る機器よりも、手で操作する小型の機器が多いことに気

づかれるであろう。携帯電話、リモコン、カメラ、テニ

スラケット、ゴルフクラブ....これらの機器設計・操作

性評価には、全身的な体型以上に、詳細な手のモデルが

求められる。われわれはこのような手で扱う製品の設計

に資する、詳細な手の機能モデルを「デジタルハンド」

と呼 んでいる。たとえば、ある設計者がリモコンを設

計していたとする。この設計者はわざわざ使いにくいも
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のを設計するつもりはないのだが、実際に市場に出して

みるとクレームが来る。そのときの設計者の答えは決ま

っている－『そんな人がいるとは思わなかった。』デジ

タルハンドは設計者に「あり得る」ユ ーザの手をあら

かじめ再現提示するソフトウェアであ る（図9）。この

ため、寸法・形状・構造・運動・摩擦・ 触覚・認知と

いう手の機能の「あり得る」個人差を表現できる計算モ

デルを研究する。全身体型のデジタルマネキンを手に焼

き直すだけかというと、そうでもない。手に適用する場

合には、全身で無視してきた困難さが表面化する。第1

は精度である。手で操作する製品はサブミリ精度で設

計・加工されている。それを評価するには、手の姿勢や

指先位置を1mm 以下の精度で再現する必要がある。第

2は、運動多様性である。手で操作する動きは、運動力

学的なエネルギ消費が小さいためか、個人間で多様であ

る。たとえば、ガラスの引き戸を開けるとき、10人中9

名が把手に指をかけて開けたとして、 後の1人は扉に

手のひらを張り付け、摩擦で開ける。全身動作には、こ

れほどの多様性はないだろう。あり得るユーザを再現す

るには、こういう多様性も再現しなければならない。第

3は、変形と摩擦の問題である。これは全身モデルでは

無視されている。しかし、カメラのグリップを評価する

には、無視することができない。第4は触覚である。手

で操作する機器の場合、視覚以上に触覚機能が関与する。

触覚機能のモデル化が不可欠なのである。これも全身モ

デルで無視されている機能である。 

 われわれは相互に連携しながら、寸法・形状・構造・

運動・摩擦・ 触覚・認知という広範な機能モデルを並

行開発している。いずれも、具体的な応用課題を設定す

ることで、上述の困難性を段階的に解決していくアプロ

ーチをとっている。第1にはは手のサイズバリエーショ

ン生成の研究である。全身と同じように手にもサイズや

プロポーションの多様性がある。いくらデジタル設計と

言っても、多様であり得る手のサイズを片っ端から試す

のは合理的ではない。そこで、手の分布をカバーする確

率楕円状の仮想の手の組合せ（バウンダリ・ファミリ

ー）を合成する研究を行った。第2は、精度の高い運動

計測・形状表現のための手の構造モデルの研究である。

さまざまな姿勢で手の医用画像を撮影し、そこから手の

骨格データを抽出し、手の関節軸の方向や関節中心を精

密に導出した。同時に、骨に対する皮膚変形を記述して

運動計測用のマーカが関節運動に伴ってどのようにずれ

てしまうかを明らかにするとともに、皮膚表面変形を再

現する CG モデルを開発した。第3、触覚機能に関する

研究である。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人間工学、デジタル設計、デジタルヒュ

ーマン 

 

［テーマ題目５］全身運動・負担評価モデル－Genuine 

Digital Manikin の研究（運営費交付金＋

科学技術振興機構 CREST＋資金提供型

共同研究＋コンソーシアム） 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］持丸 正明、河内まき子、川地 克明、 

青木 慶（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 製品をコンピュータ上で設計するだけでなく、設計時

に強度計算やコスト予測、あるいは部品の調達予測など

を、実物の試作をできるだけ作らずに行う「デジタルモ

ックアップ」というコンピュータ支援技術が進んでいる。

ところが、実際にユーザの使い勝手を評価しようとする

と、デジタル化された製品モデルを実体のモックアップ

にして、それを実際の人間に使わせ、人間特性を実測・

評価するステップが必要になる。これではデジタルモッ

クアップの意味がない。そこで、人間機能をデジタル化

して、コンピュータの中に再現し、人間適合性を仮想評

価する CAE ツールが提案されてきた。コンピュータマ

ネキンと呼ばれるもので、すでに市販ソフトウェアが自

動車会社や航空機会社などで設計に活用され始めている。

さまざまな全身体型を再現でき、寸法適合性などを設計

段階で評価できる。市販のコンピュータマネキンを実際

に設計段階での製品仮想評価に活用しようとすると、い

くつかの課題があることが明らかになってきた。(1) 人

間機能再現の高度化、(2) 実体連携技術の強化、(3) 設

計者とのインタフェース強化、そして、(4) 再現信頼性

の保証である。われわれは、これらの技術課題解決のた

めに、自動車会社など6社とソフトウェアベンダー7社、

大学などで構成されるコンソーシアムを設立し、具体的

な研究を開始した。その目指すところは、既存の

passive なコンピュータマネキンを active なものに進化

させることであり、その active なマネキンを、既存の

ものと区別して「デジタルマネキン」と呼ぶことにした。

まず、上記(4)に関連する研究として、人体寸法精度の

検証方法を研究した。さまざまな市販マネキンソフトウ

ェアで、統計的な体型を生成し、所定の姿勢をとらせた

ときの再現寸法を、実測寸法の統計値と比較した。手先

を前方に伸ばしたときの壁面から手先までの距離が、数

10mm～100mm もずれていることが明らかになった。

上記(1)に関連する運動生成技術の研究として、自動車

の座席に乗り降りするという複雑な動作の生成を目標と

し、実際の自動車乗降動作の計測を行った。また、その

ためにの(2)実体連携技術として、実際に計測した人体

運動をマネキンモデルと整合させて読み込む技術を研究

した。市販の人体運動計測装置で計測した運動データは、

実は人体の関節の動きではなく、人体関節の上の体表面

に貼り付けられたマーカの動きでしかない。このマーカ

から生体内関節位置を推定する技術を開発した。上で述

べたように、現在の市販マネキンは上肢の前方到達距離
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がうまく再現できていない。その主要因は肩関節にある。

そこで、本年度は肩関節モデルの構築を目指して、体表

面マーカから合理的な肩関節中心を推定する方法を研究

した。さらに、(3)に関連する運動教示技術としてコン

ピュータグラフィクスの実時間アニメーション生成技術

の研究を行った。実際に被験者を使って実験する場合、

被験者をモックアップの外に立たせ、「後部座席に乗り

込んで下さい」と教示すれば、おそらくなんの問題もな

く、実験者の意図した動作をとってくれる。ところが、

コンピュータ上のデジタルマネキンに、実験者の意図し

た動作を教示するとなると、これは厄介な問題である。

良く用いられるのが、キーフレームという技術で、運動

の変換点となりそうな重要なコマの姿勢をユーザ（設計

者）が具体的に与える方法である。具体的に与えるとは、

要するに、デジタルマネキンの関節を1つずつ動かして、

その姿勢を作ってやることを意味している。そのような

作業が大変であるばかりでなく、そもそもそうして勝手

に作りだしたキーフレーム姿勢が正しいのかどうかも分

からない。なにより、複雑な動作パターンになればなる

ほど、教示が難しくなる。そこで、われわれは運動教示

技術に、コンピュータグラフィクスの実時間アニメーシ

ョン生成技術を適用した。ユーザは、基本動作クリップ

の中から近いものを選び出してつなげ、あとはマウス操

作で動作の方向や強度を修正する。運動はその場でなめ

らかに繋がった運動として提示される。それを見ながら、

意図した運動になるように方向や強度を修正する。修正

の作業はそれほど真面目にやらなくとも良い。正しい運

動は、そのあと、動力学モデルや筋骨格系モデル計算し

直すからである。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人間工学、デジタル設計、デジタルヒュ

ーマン 

 

［テーマ題目６］行動観察技術－UltraBadge（運営費

交付金＋科学技術振興機構 CREST＋科

振費＋知能システム部門と共同研究） 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン研究セ

ンター人間行動理解チーム） 

［研究担当者］西田 佳史、堀 俊夫、本村 陽一、 

山崎 信行（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 行動観察技術に関して、行動が生じる様々な環境で手

早く設置が可能で、必要な情報を効率的に収集する装置

として、これまで開発してきた超音波3次元タグを改善

する。また、環境内に分散配置した各種センサ同士を接

続するセンサ・ネットワークの構築およびセンサ・デー

タ処理プログラムの開発を容易にする基盤ソフトウェア

（ミドルウェア）を開発する。さらに、これまで発展さ

せてきた対象物操作行動計測・認識技術をキー技術とし

て、外部の特別養護老人ホームと連携することで、痴呆

高齢者の事故防止支援システムのフィージビリティ検証

を行う。行動観察のための環境センサ化技術に関しては、

今年度行った改善によって、世界 小（11x11x15mm）

の超音波タグを開発に成功し、同様の装置を研究してい

るケンブリッジ大や東大では扱われていない、手早いセ

ットアップが可能な簡便なキャリブレーション手法（特

許1件）、同時サンプリング手法、仮想環境構築手法を開

発した。行動観察のためのセンサ・ネットワーク・ソフ

トウェアに関しては、オブジェクト指向技術に基づいて

基盤ソフトウェアの開発を進めており、ネットワークや

センサの取り扱いなどの機能をモジュール化したミドル

ウェアの基礎部分が完成しつつある。また特別養護老人

ホーム（愛全園）との協力関係を結び、老人ホーム内に

超音波3次元計測システム（センサ100個）を設置し、車

椅子・歩行器とベッドの移乗行為に関するデータ収集を

開始した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ユビキタスセンシング、人間計測 

 

［テーマ題目７］行動モデル化・解析技術（運営費交付

金＋科学技術振興機構 CREST＋企業等

と共同研究） 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン研究セ

ンター人間行動理解チーム） 

［研究担当者］西田 佳史、堀 俊夫、本村 陽一 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 計算機上で仮想的に構築した日常空間内で行動させる

ことができるデジタルヒューマン技術が実際に求められ

ている分野に、乳幼児事故防止がある。乳幼児の事故が

生じる原因は、第一に、乳幼児の時代は大人と比べて急

速に身体の大きさ、認知能力、運動能力が変化するとい

う特異な時期であり、単純な行動の組み合わせとはいえ、

大人にとって予測が困難であるからである。第二に、日

常生活環境は家庭ごとに違い、またその家庭の中におい

てもその時々によって状況が変化するため、どの家庭に

も適用できる一般的な予防策を作成することができない

からである。予防策があったとしても、保護者が予防策

を忘れてしまったり、うっかり予防策に反した行動をと

ってしまうからである。また、第三に、そもそも乳幼児

を常に見守ることが困難であるからである。乳幼児の事

故を防止する対策として、過去の事故の事例などを基に

した予防策に関する研究が行われたり、様々な書籍が出

版されたりしているが、事故原因を科学的に解明するた

めの道具や、事故が生じにくい環境を構築するための設

計支援技術がないために乳幼児にとっては危機的な状態

にあると言ってよい。実際、ここ40年間、乳幼児の事故

の傾向には変化が起こっていない。そこで本研究グルー

プでは、乳幼児の行動に焦点をあて、乳幼児の周辺に置

かれた対象物データ、過去の事故事例データ、行動計測
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データ、発達行動学の知見といった情報を利用すること

で、住宅内で行われる乳幼児の行動を仮想空間内でシュ

ミレーションするシステムの開発を行っている。本研究

では、乳幼児の行動シミュレータを構築するために、乳

幼児行動の決定要因を内的要因と外的要因の大きく2つ

に分類した。この分類は、乳幼児の行動は、乳幼児の年

齢・月齢と、乳幼児の周辺にある環境によって決定され

るという仮設に基づく。内的要因は、ある年齢や月齢で

とり得る行動であり、認知能力や身体能力に関する発達

段階から導き出される要因である。外的要因は、乳幼児

の周辺に存在する環境や環境中の対象物の視覚刺激から

導き出される要因である。現在、以下で述べるように、

内的要因のモデルとして、発達行動モデルを作成し、外

的要因のモデルとして、環境モデルを作成している。発

達行動モデル発達行動モデルとは、乳幼児が発達する過

程で可能となる行動のデータベースである。含まれる情

報は、年齢・月齢と行動である。現在、これまでに明ら

かにされている発達行動学の知見をもとに電子化を行っ

ている。環境行動誘発モデル環境行動誘発モデルとは、

環境に置かれた様々な対象物によって誘発される行動の

データベースである。作成中のデータベースは、対象物

の幾何モデル、対象物の機能（開閉するなど）、物理的

性質（熱くなるなど）、危険部位、対象物によって誘発

される行動の種類の情報からなるデータベースである。

現在、100個程度の物体のデータベースを作成した。本

研究では、乳幼児行動シミュレータの応用の一つとして、

乳幼児の行動に伴う事故のシミュレーションを想定して

いる。そこで、上述したデータベースに加えて、乳幼児

の事故データベースも作成している。事故データベース

は、小児科の医師の協力を得て、事故事例データを入手

し、それを電子化することで作成している。事故要因と

なった対象物、事故要因となった行動、事故内容からな

るデータベースである。これまでに、約150件の事故事

例を電子化した。現在、発達行動データベース、環境行

動誘発データベース、事故データベースに基づいて乳幼

児の行動をシミュレーションする2次元版シミュレータ

を作成した。構築したシミュレータにで、月齢10ヶ月の

乳幼児についてシミュレーションする場合は、以下のよ

うになる。発達行動データベースを参照すると、月齢10

ヶ月でとれる行動は、例を挙げると、“見たものに手を

出す”、“口の中に物を入れる”、“座る”、“はう”、“物を

つかむ”、“つかまり立ち”などである。乳幼児が机の近

くにいた場合、環境行動誘発データベースを参照すると、

誘発される行動は、“触る”、“つかまり立ち”、“乗る”

などである。そこで、可能な行動と誘発される行動より、

乳児が“机を触る”、“つかまり立ち”といった行動を次

にとると考えられる。現在の状況とこの行動をもとに、

事故データベースを参照することで、“バランスを崩し

て転び、頭部に外傷を負う”などといった、起こり得る

事故を得ることができる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人間行動、シミュレーション、安全、事

故防止 

 

［テーマ題目８］対人サービス用ヒューマノイドロボッ

トの設計・開発（運営費交付金＋科学技

術振興機構 CREST＋科学技術振興機構

さきがけ＋NEDO＋民間受託研究費、各

企業や知能システム部門と共同研究） 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン研究セ

ンターヒューマノイドインタラクション

チーム） 

［研究担当者］加賀美 聡、James Kuffner、 
Simon Thompson、立山 義祐 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒューマノイドロボットが人のように安定して移動し、

物体を把持し、人間を認識してインタラクションを行う

機能を統合した対人サービス用ヒューマノイドロボット

の研究を行う。このために、以下の2つの研究を進める。

(1) ヒューマノイドロボットの自律性向上の研究：対人

サービスアプリケーションを目的にヒューマノイドロボ

ットの自律性向上の研究と、人間の運動モデルをヒュー

マノイドロボットに応用し、ロボットの運動を効率化・

高速化・安定化する研究を行う。(2) 人間のモデル化と

対人インタラクション機能の研究：人間の動きを予測・

解析可能な運動モデルの獲得と、人間の動きに学んだロ

ボットの動作の改良、人間を観察する手法の研究を行う。 

ロボットが自分で外界を認識し、状況に応じて安定した

効率的な運動を行えることが自律性向上の第一である。

そこで、ロボットの三次元視覚から周辺の環境を幾何学

的あるいは意味的に把握する研究、人間の歩行をモデル

化し、それをロボットに適用することで安定で効率的な

ヒューマノイドロボットの歩行動作を生成する研究、人

間の多様な全身動作を生成する研究を行った。(a) 三
次元視覚：三次元視覚を用いてロボット周辺環境（障害

物や階段）の奥行き画像を取得し、それに応じて移動経

路や動作を生成する技術を開発した。(b) 人間歩行モ

デル：人間とヒューマノイドロボットの歩行動作を同一

の運動計測装置で計測・比較し、歩行効率化に重心の上

下動と足部 MP 関節を利用した足裏 ZMP の移動が有効

であるとのモデルを立て、ヒューマノイドロボットに実

装した。歩行速度1.8km/h（従来比1.5倍）、重心左右動

1/4以下、消費エネルギ30%減を実現した。また、これ

と並行して、コンパス状の単純なモデルで、人間の歩行

をシミュレーションし、歩行速度に対応した下肢基本動

作の変化をモデル化した。(c) 全身動作生成：実測した

人体動作データを参照し体型や環境に応じた全身運動を

生成する技術の開発を行った。動力学的拘束まで満足す

る動作生成は、人間の全身関節角度自由度からなる超空
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間で起姿勢と終姿勢をつなぐ姿勢軌道を生成する問題と

して定式化した。実際の運動データを超空間内にマッピ

ングし、幾何学的拘束と動力学的拘束を満足する姿勢軌

道を導出した。荷物の上げ下ろし、扉の開閉など多様な

動作を生成した。また、動力学的拘束を満足しないかわ

りに、動作生成を実時間で行う技術も合わせて開発した。

人体と環境との幾何学的拘束を中心として全身関節角度

を時々刻々で 適化する。体型や手先の位置をその場で

変更しても、実時間で新しい運動を生成し提示できる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ロボット、知能機械システム 

 

［テーマ題目９］高速・効率的・安定な二足歩行のデジ

タルヒューマンモデルの確立（運営費交

付金＋科学技術振興機構 CREST＋科学

技術振興機構さきがけ＋NEDO＋民間受

託研究費、各企業や知能システム部門と

共同研究） 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン研究セ

ンターヒューマノイドインタラクション

チーム） 

［研究担当者］加賀美 聡、James Kuffner、 

持丸 正明、宮腰 清一、江原 義弘 

（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒューマノイドロボットの二足歩行をより高速・高効

率かつ安定なものとするために、人間の二足歩行を運動

力学的に分析し、ロボットに適用可能な二足歩行安定化

もデルを取得し、それをヒューマノイドに実装して検証

した。ヒューマノイドは、後述するような ZMP（Zero 
Moment Point）を指標とする方法で運動を生成してお

り、おおまかにはヒトの二足歩行移動様式に似ている。

しかし、着床時に膝が屈曲しているとか、腰が上下動し

ないとか、ヒトの動きとは異なる部分も多い。無論、ア

クチュエータと構造材が異なるので、人間を完全に模倣

することがヒューマノイドにとって合理的であるとは限

らないが、少なくとも、現時点では、ヒトほどの歩行速

度も、安定性も、また、エネルギ効率も実現できていな

い。本研究では、ヒトの歩行とヒューマノイドの歩行を、

同一の方法で計測・分析することで、両者の相違を明ら

かにした。さらに、ヒトの歩行に学ぶことで、ヒューマ

ノイド二足歩行の高速化・効率化を試みた。人体と H7

の3次元運動は、Motion Analysis 社製の運動計測シス

テム（カメラ10台、60Hz）で計測した。ZMP は床反力

データから計算した。また、足裏内での ZMP 軌道をよ

り正確に知るために、novel 社 emed システムという静

電容量型の床置き式圧力分布計測装置で、上記男性被験

者と H7の歩行時の足裏圧力分布を計測した。計測結果

から、人間とヒューマノイドの相違が、運動力学的に示

された。(1) ヒューマノイドの鉛直方向床反力には、人

間のように1歩行周期に山が2つ現れる波形特徴が見られ

ない。ヒューマノイドが腰を上下動させずに、歩行して

いる特徴が現れている(2) 左右方向の ZMP 軌道は人間

とヒューマノイドでよく似ていた。(3) 体重心の左右動

は人間が歩行中に体重心がほとんど左右ぶれをせず、振

幅が小さいのに対し、ヒューマノイドは人間の３倍くら

いの振幅を示していた。すなわち、ヒューマノイドは上

体が左右に揺れながら、ZMP を左右に動かすような運

動生成をしている。これに対して、人間は上体を左右に

ほとんど揺らすことなく、ZMP のみを左右に動かして

いることがわかった。この要因が体重心の上下動にある

と考えた。ZMP の定義式では、分母に鉛直方向の反力、

分子に左右方向のモーメントと加速度項が入っている。

従来のヒューマノイドは、分子に含まれている重心軌道

を計画して ZMP を歩隔に合わせて左右動させていた。

これに対して、人間は分母の鉛直方向反力の変化を利用

して、ZMP を左右動させるというモデルを考えた。そ

こで、ヒューマノイドに20mm の振幅をもつ正弦波状

の CoG 上下動を初期軌道として与えることとした。こ

の結果、ZMP 左右動は変わらないが、CoG の左右動が

大きく低減した。上体の左右動揺が減ったこと、CoG
の前後方向加減速が低減したことにより、 大歩行速度

が従来の1.0m/h から、1.5m/h まで向上した。さらに、

消費エネルギも20%低減することができた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ロボット、知能機械システム、バイオメ

カニクス 

 

［テーマ題目10］インタラクションのための人間と環境

情報検出手法（運営費交付金＋科学技術

振興機構 CREST＋科学技術振興機構さ

きがけ＋NEDO＋民間受託研究費、各企

業や知能システム部門と共同研究） 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン研究セ

ンターヒューマノイドインタラクション

チーム） 

［研究担当者］加賀美 聡、立山 義祐 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 動的フットプリントからの個人の特性推定。高速・高

密度・大面積・高解像度の分布型圧力センサを開発

（30hz、5mm グリッド、60x40cm、300x200点）。人間

の歩行をモーションキャプチャシステムとあわせて計測

し、個人特徴を計測する手法を研究する。人間の歩行に

おける歩行余裕を計測する。センサシステムと行動モデ

ルによって、計算機が理解した生活者の位置と行動状況

に応じ、生活者が希望するであろう情報サービスを提供

するための音声情報提示技術開発も併せて行った。体に

マイクロフォンやヘッドホンをつけることなく、発話者

の場所を特定し、発話者のみに選択的に音声情報を提供
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するサービスを考えている。このためのマイクアレイ、

スピーカアレイの基本技術を研究した。128台のスピー

カを空間の四辺に配置し、特定の場所でのみ音圧レベル

が高くなるように計算された音声データを個々のスピー

カに送ることで、選択的な音声情報提供を実現した【図

2-5】。また、この研究を実現するために、A/D、D/A チ

ップを64チャネル搭載し、14bit 分解能で50KHz 以上の

変換性能を持つ専用 A/D-D/A ボードを開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ロボット、知能機械システム 

 

29○【近接場光応用工学研究センター】 
（Center for Applied Near-Field Optics Research） 

（存続期間：2003.4.1～2009.3.31） 

 

研究センター長        ：富永 淳二 

副研究センター長：深谷 俊夫 

 

所在地：つくば中央第4、 

人 員：7（6）名 

経 費：131,735千円（106,792千円） 

 

概 要： 

 産業技術総合研究所中期目標に掲載されている、

「鉱工業の科学技術分野」の「(1)社会ニーズへの対

応」において、「2.経済社会の新生の基礎となる高度

情報化社会の実現－情報化基盤技術の第4項」である、

「大容量・高速記憶装置技術の新たな応用の開拓と新

規産業の創出を目的として、光による情報記録を波長

の数分の1程度の微細領域で可能とする技術を確立す

る」を実現するため、「近接場光応用工学研究センタ

ー」のミッションは、産総研独自技術「スーパーレン

ズ」方式を利用し、真にサブ TB から1TB の記憶容

量を有する大容量光ディスクシステムの研究開発と、

その派生技術として研究が進められている貴金属ナノ

粒子、ワイヤーを用いた局在プラズモン光型高感度光

センシング技術の開発に重点を置くと伴に、局在光

（近接場光、表面プラズモン光）の産業利用を促進す

る上で重要となる基礎原理の解明にある。特に「スー

パーレンズ」技術を用いた大容量光ディスクシステム

においては、経済産業省が平成14年度から開始した

「情報通信基盤高度化プログラム」内の「大容量光ス

トレージ技術の開発事業」テーマに財団法人光産業技

術振興協会と共に参加しており、「スーパーレンズ」

技術の高度化を検討していくものである。近接場光応

用工学研究センターは、国内の光ストレージ産業のさ

らなる発展と、リスクの大きい新規光ストレージ技術

開発を中心に、次世代の光記録システム研究開発の国

内拠点となるばかりでなく、広くその高精度光技術を

核とした新規光デバイス分野の開発拠点として、7年

間の研究開発をリードしていく。近接場光応用工学研

究センターの研究組織は、スーパーレンズ・テクノロ

ジー研究チーム、表面プラズモン光応用デバイスチー

ム、およびそれらの基盤をサポートしさらに新規光デ

バイスの創製を担当する近接場光基礎チームから構成

されており、それぞれが相互に協力し合いながらテー

マにおける課題の解決、推進を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 高度情報通信「大容量光ストレージ技術の

開発事業」（10,495千円） 

 

発 表：誌上発表21（19）件、口頭発表41（26）件、 

その他10件 

-------------------------------------------------------------------------- 
スーパーレンズテクノロジー研究チーム 

（Advanced Super-RENS Technology Research Team） 
研究グループ長：中野 隆志 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 サブテラバイトからテラバイト記憶容量を有する次

世代大容量光ディスク・システムの研究開発 

 本研究では、独自技術として開発を進めてきた光学

非線形薄膜を応用した光超解像技術「スーパーレン

ズ」を青色レーザーを用いた 先端の DVD 光学系へ

適応し、中間目標値（60nm のマークを30dB 以上の

信号強度で検出）を達成することで、サブテラバイト

の記憶容量を有する大容量光ディスク・システムの実

現をめざす。この目的のため、ディスク材料の開発、

構造の 適化、信号検出・処理技術の 適化を共同研

究企業と一体となって進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

表面プラズモン光応用デバイス研究チーム 

（Applied Surface Plasmon Device Research Team） 
研究グループ長：富永 淳二 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 貴金属ナノ粒子、ワイヤーを用いたプラズモン光デ

バイスの開発 

 金属ナノ粒子やワイヤーなどの微細構造体は、レー

ザー等の光を集光させると、局所的に光の強度が増強

される現象が知られているが、表面プラズモン光応用

デバイス研究チームでは、こうした特異現象を単に科

学として扱うのではなく、発現やその機能を自由に制

御して、産業応用を図ることを目的として研究を行っ

ている。平成14年度に「スーパーレンズ」の派生技術

として開発された新規貴金属ナノ構造体作製技術（貴

金属酸化物のプラズマ還元法）は、簡便に金属ナノ構

造を広面積でしかも5分程度の短時間で均一に作製す
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ることができる方法として注目されている。表面プラ

ズモン光応用デバイス研究チームでは、この方法を発

展させて、新規光デバイスの創製、分子センシングへ

の応用を図る。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

近接場光基礎研究チーム 

（Nano-Optics Research Team） 
研究グループ長：深谷 俊夫 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 近接場光基礎研究 

 新規近接場光応用システム・デバイスの提案および

センターの重点課題研究を支援する基礎基盤研究と新

規近接場光応用システム・デバイスの探索研究を主務

とし、特に、近接場光領域でのシミュレーション技術

の構築およびスーパーレンズの機構解明、そのための

実験データの取得（XAFS、非線形光学定数、光散乱

特性、表面プラズモン等の精密測定およびパラメータ

取得）を行うと共に、光リソグラフィーによる、

100nm 以下のライン・アンド・スペース技術の確立

を目指して研究を展開している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］サブテラバイトからテラバイト記憶容

量を有する次世代大容量光ディスク・シ

ステムの研究開発（運営交付金、および

経済産業省プロジェクト資金） 

［研究代表者］中野 隆志（近接場光応用工学研究セン

タースーパーリンズテクノロジー研究チ

ーム） 

［研究担当者］島 隆之、富永 淳二（兼務）、 

深谷 俊夫（兼務）、桑原 正史（兼務）、 

Kolobov Alexander（兼務）（職員6名、

非常勤職員2名、ポスドク1名、外部共同

研究者数（非公開）） 

［研 究 内 容］ 

 近接場光、表面プラズモン光、局在プラズモン光を応

用して超高密度光ディスクを開発することを目的として

研究を行っている。本研究は2サブテーマに分かれてお

り、運営交付金とマッチングファンドを利用した企業と

の開発型共同研究と経済産業省の「大容量光ストレージ

開発事業」による先端基盤技術研究からなる。近接場光

応用工学研究センターでは、特にスーパーレンズと呼ば

れる独自な光学非線形応答薄膜を研究の核として、光に

よる解像限界以下の微細な記録マークを高感度で読み出

すための技術開発を行っている。平成15年度の成果とし

て、①新規ディスク構造を創製し、赤色レーザー光学系

を用いて100nm で47dB、80nm で42dB の信号強度を得

ることに成功した。信号増幅度は100nm 領域で10倍以

上に達した。また、このディスク構造を青色レーザー光

学系に適用し100nm で37dB 以上の信号強度を得た。②

読み出し原理において、集光スポット内で発生する熱が

超解像読み出しに関与していることを突き止めた。 

 また、経済産業省「大容量光ストレージ技術の開発事

業」では、平成15年度に貴金属ナノ構造を光ディスク内

に形成し、局所的な電場増強効果（局在プラズモン効

果）を応用して、読みとりレーザースポット（約600nm
直径）内から100nm 以下のマーク信号を増幅及び識別

する検討を行い、銀ナノ粒子構造を工夫すれば、微細な

マークでも100倍以上の信号増幅が可能であることを確

認した。また、スーパーレンズと組み合わせることで、

読み出し感度を上げることに成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ナノテクノロジー、先進光技術、光超解

像 

 

［テーマ題目２］貴金属ナノ粒子、ワイヤーを用いたプ

ラズモン光デバイスの開発（運営交付

金） 

［研究代表者］富永 淳二（近接場光応用工学研究セン

ター表面プラズモン光応用デバイス研究

チーム） 

［研究担当者］富永 淳二（職員1名、連携大学院制度

による大学院生2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成14年度に「スーパーレンズ」の派生技術として開

発された新規貴金属ナノ構造体作製技術（貴金属酸化物

のプラズマ還元法）を用いて、新規光デバイスの創製、

分子センシングへの応用を図っている。平成15年度は、

平成14年度（次世代光工学研究ラボ）に引き続き、Ag
ナノ粒子作製条件の検討と共に、ラマン分光法と組み合

わせた高感度分子認識技術開発、および Ag ナノ構造を

用いた局在プラズモン光トランジスタの検討を行った。

その結果として、①スパッタリング成膜による酸化銀薄

膜のプラズマ還元処理により、50nm 以下の Ag ナノ粒

子集合体を作製し、10-5M の BA-IPA 溶液から BA 分

子の SERS を確認した。②Ag ナノ粒子構造からなる光

ディスクを作製し、青色レーザーの透過信号を赤色レー

ザーによって信号増幅（100倍）することに成功した。

③安息香酸－イソプロピルアルコール・Ag イオン飽和

溶液にレーザーを照射すると、Ag ヌードル（直径＜

50nm）が形成できることを発見した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ナノテクノロジー、先進光技術、分子セ

ンサー 

 

［テーマ題目３］近接場光基礎研究（運営交付金） 

［研究代表者］深谷 俊夫（近接場光応用工学研究セン

ター近接場光基礎研究チーム） 
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［研究担当者］Alexander Kolobov、桑原 正史 

（職員3名、ポスドク1名） 

［研 究 内 容］ 

 新規近接場光応用システム・デバイスの提案およびセ

ンターの重点課題研究を支援する基礎基盤研究と新規近

接場光応用システム・デバイスの探索研究を実施し、実

験及びコンピューターによるシミュレーション技術を用

いて、局在光の特性を正確に把握すると共に、新規光デ

バイスの創製を検討している。平成15年度の成果として、

①平板型レンズの試作評価を行い、スーパーレンズ構造

上に8層のレンズ層を設け、結像・集光特性を調べるこ

とで、負の屈折率現象の発現を確認した。②放射光利用

X 線構造解析によって、スーパーレンズ関連記録材料の

原子レベルでの構造を研究し GeSbTe 相変化記録材料、

酸化銀、酸化白金のナノ分解状態を解析した。③新規熱

リソグラフィー微細描画方法を提案し、TbFeCo 光磁気

記録材料と誘電体の熱拡散現象を応用して、ドット径

50nm 以下の構造を作製することに成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ナノテクノロジー、先進光技術、近接場

光デバイス 

 

30○【ダイヤモンド研究センター】 
（Diamond Research Center） 

（存続期間：2003.4.1～） 

 

研究センター長        ：藤森 直治 

副研究センター長：大串 秀世 

総 括 研 究 員：山崎 聡 

 

所在地：つくば中央第2、関西センター 

人 員：15（14）名 

経 費：882,836千円（708,841千円） 

 

概 要： 

１．ダイヤモンド研究センターの目的 

 ダイヤモンドは様々な優れた特性を有しており、

その利用は広範囲になると考えられている材料であ

る。ダイヤモンドの気相合成法が確立されて以後

様々な製品開発が行われてきたが、現状では限定さ

れた製品への展開に留まっている。当センターは材

料としてのダイヤモンドの可能性、とりわけ電子材

料としての応用を大きく花開かせるために、物性の

基礎的な研究、素材の合成から製品開発まで幅広く

研究を行う。 

 特にエレクトロニクス分野での製品開発を通じ、

日本の工業へ貢献することを第一の目的として活動

を行う。このために、国として進められる各種のプ

ロジェクトに積極的に参画すると共に、技術の企業

への移転やベンチャービジネスの創設等を通じて製

品化の実現を図る。 

 当センターはダイヤモンドに関する様々な技術課

題に取り組むことで、世界のダイヤモンド及び関連

技術の進歩発展に貢献する。ダイヤモンド関連技術

の情報を積極的に発信すると共に、情報集積基地と

しての機能を持てるように、様々な機会を企画する。 

２．研究開発課題及び目標 

 ダイヤモンドのこれまでの研究ならびに製品開発

状況から、以下の研究課題を設定する。 

１）ダイヤモンドの様々な応用に適合した特性へ

の到達する研究。とりわけダイヤモンドの特徴

的な課題として n 形半導体の作製と pn 接合の形

成、低電圧電子放出、紫外発光の効率向上、各

種の表面修飾を可能とする表面構造制御を挙げ

ることができる。 

２）ダイヤモンドを利用した各種のデバイスを企

画、設計し、製造工程を確立する。実用的なデ

バイスを試作することによって、その特性を評

価して、要求との比較を行える開発体制を整え

る。ダイヤモンドに特徴的な物性を生かし、半

導体デバイス、発光デバイス、真空デバイス、

表面弾性波デバイス、センサー及びこれらをイ

ンテグレートしたデバイスを開発する。ダイヤ

モンドの持つ安定な表面構造を生かし、化学及

びバイオ関連デバイスも重要課題として取り組

む。 

３）ダイヤモンドの応用に欠かせない単結晶基板

を製造する方法を確立する。気相合成技術を用

いて1インチ以上の、実用に供することができる

基板の製造技術を確立する。このために合成装

置の開発やホモならびにヘテロエピタキシャル

成長の手法の開発を進める。 

 7年のセンター設置期間における製品化の目標とし

て以下の具体例を挙げる。 

 1>大型単結晶基板の開発→1インチ及び2インチ 

 2>高効率紫外発光デバイスの開発 

 3>真空マイクロ高周波デバイスの開発 

 4>バイオセンサの開発 

 その他、今後の研究活動によって得られた成果を適

用した製品を企画し、開発する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構 

「ダイヤモンド原子層ホモエピタキシャル成長」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

「高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線ナノ

デバイスの開発」 

 

独立行政法人国立環境研究所 
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「平成15年度新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開

発」 

 

経済産業省／科学技術総合研究委託費（継続） 

「高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研究開発／欠陥の高感

度評価とマッピング技術の開発／欠陥のウェーハ面内マ

ッピング」 

 

経済産業省／原子力試験研究委託費 

「動的アニール・ソフトイオンビームプロセスによる高

品質ダイヤモンド半導体基盤技術の研究」 

 

経済産業省／原子力試験研究委託費 

「重イオンマイクロビームによる化学結合状態分析法に

関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ナノテクノロジープログラム（次世代情報通信システ

ム用ナノデバイス・材料技術）ダイヤモンド極限機能プ

ロジェクト」 

 

財団法人京都高度技術研究所／地域新生コンソーシアム

研究開発事業 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業（デ

スクトップイオン打ち込み装置の研究開発）」 

 

発 表：誌上発表6（6）件、口頭発表33件（18）件、 

その他0件 

-------------------------------------------------------------------------- 
材料プロセス研究チーム 

（Material and Process Team） 
研究グループ長：山崎 聡 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ダイヤモンドの物性及び関連する要素を含めた特性

の把握と、それらの向上を図ることを目的とする。ダ

イヤモンド極限機能プロジェクトの担当する「ナノド

ーピング」、「ナノ界面制御」の2課題について、 終

目標値を達成もしくは見通しを得ることを目標とする。

p、n 型ダイヤモンドのキャリヤ濃度向上に向けて、

浅い準位形成に向けた新たな手法検討を、理論と合わ

せ進める。BEC の確認を目指し、実験データーの解

析を推進する。紫外発光領域の評価技術確立を行い、

BEC を確認に結びつける。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目５、テーマ題目８ 

 

デバイス開発チーム 

（Device Team） 
研究グループ長：藤森 直治 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ダイヤモンドによる製品化を目指した各種デバイス

（発光、電子放出、高周波、バイオセンサー等）の開

発を行う。非線形光学効果を利用した235nm の紫外

線発光ダイオード、負性電子親和力を利用した電子放

出源、SAW や MEMS 等のパッシブなデバイスや部

品がダイヤモンドの物性的な特長を利用したデバイス

として考えられる。微細加工技術や電極形成等のデバ

イス関連基本技術についても、応用分野からの要求を

踏まえた開発を行う。ナノスケールのデバイス製作能

力を備え、材料プロセスチームの開発した 先端の半

導体ダイヤモンド材料を使って、具体的な応用を目指

した開発を実施する。ダイヤモンドの多様な機能を応

用に展開するのは、需要との緊密な連携が重要であり、

積極的に協業を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

８ 

 

表面デバイスチーム 

（Surface Functionalized Device Team） 
研究グループ長：Nebel Christoph Erwin 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ダイヤモンドは表面物性が特異であり、この利用が

応用の広がりにとって非常に重要と考えられる。表面

デバイスチームでは表面物性の評価とこれを利用した

デバイスの開発を進めている。 

 電子放出にとって重要な負性電子親和力の確認及び

電気化学的特性評価等の表面物性研究、負性電子親和

力の実現や DNA の固定を含む表面修飾技術などの研

究が主体となる。また、ダイヤモンドが持つ、生体親

和性と DNA 固定能力を利用してバイオセンシング応

用を目指す、容量結合型バイオ検出器や、平面形ヘテ

ロ接合トランジスタや高い感受性を付与された生体機

能付加形電気化学的検出器などのような、単極性およ

び両極性デバイスの実現を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

 

単結晶基板開発チーム 

（Diamond Wafer Team） 
研究グループ長：堀野 裕治 

（関西センター） 

概 要： 

 ダイヤモンドの応用に欠かせない実用的な1インチ

以上の単結晶基板を製造する技術開発を行う。そのた

め、大型化への自由度が高い気相合成技術を中心に検

討し、経済的にも成立しうる技術として確立する。合

成速度の向上、電子デバイスへ適用できるレベルの欠

陥状態の実現、研磨欠陥の低減等の具体的な技術開発
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が研究対象となる。さらに研磨、切断などのウエハを

製造するために必要な加工技術も開発する。 終的な

到達目標としては、1インチの単結晶基板の量産技術

の開発においている。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

９ 

 

［テーマ題目１］原子レベル界面制御・評価技術に基づ

く新規材料を用いた次世代電子デバイス

の創製（内部資金）［k1］ 

［研究代表者］藤森 直治 

［研究担当者］ 

1> 紫外発光デバイス：ダイヤモンド研究センター 

 大串 秀世（副センター長）、山崎 聡、 

 斉藤 丈靖、 小倉 政彦、渡邊 幸志、 

 吉川 博道 

2> 界面磁性デバイス：強相関電子技術研究センター 

 赤穗 博司（副センター長）、川崎 雅司、 

 高木 英典、佐藤 弘、井上 公、澤彰 仁、 

 山田 寿一 

3> ピーポッド構造電子デバイス：新炭素系材料開発研

究センター 

 湯村 守雄、角舘 洋三、畠 賢治、末永 和知、 

 横井 裕之 

［研 究 内 容］ 

 新規な材料を使ったデバイスの開発は、必ずしも従来

の設計技術やプロセス技術に乗らないことから、開発の

初期段階で大きな壁に突き当たることがある。そこで、

本研究では関連するユニットのデバイス化に向けた研究

を組織化することによって、相乗的にデバイス化のプロ

セッシングを高機能化し、実用化研究を加速する。ナノ

テク実験棟においてダイヤモンド研究センターが有して

いるデバイスプロセスを本研究全般のプロセスとして利

用できるようにノウハウの委譲を進める。共通するデバ

イスへのアプローチを知識ストックとして共有し、他の

デバイス開発でも展開できるよう標準化することで研究

開発の加速を図る。 

1) nm の構造を持つデバイスの製作技術。特に、材料

特性を生かすためには単純な2次元構造ではなく、3次

元構造が必要であり、これに対応する製作技術を開発

する必要がある。 

2) 発見から間もない材料系を取り扱うために、少量や

小型のサンプルを扱ってデバイス製作を行うために大

きな困難がある。これらを共通的に解決できる

know/how を蓄積する。 

 ナノテク・材料・製造分野の中ではデバイスを出口イ

メージとする様々な材料技術研究が進められているが、

それらの中には産総研が突出した研究ポテンシャルを有

している研究があり、デバイス化への研究環境を整える

ことで研究そのものの進展を加速することが出来るテー

マがある。ここで取り上げる3研究センター（ダイヤモ

ンドセンター、強相関電子技術研究センター、新炭素系

材料開発研究センター）は、材料の高機能化を中心とし

て研究を進めているが、 終的にはそれらの材料の持つ

特徴を発揮できるデバイスを開発することを指向してい

る。本研究課題ではこうした研究基盤の上で、以下の3

つのデバイスを3ユニットが取り上げて研究体制とした。 

目標、研究計画、年度進捗状況 

 目標は以下の3つの新規デバイスのプロトタイプを作

製しその機能を実証した上で、応用分野への適合性を検

討することで、実用化への見通しを明らかにすることで

ある。 

①紫外光発光デバイス（ダイヤモンド研究センター） 

②界面磁性デバイス（強相関電子技術研究センター） 

③ピーポット構造電子デバイス（新炭素系材料開発研究

センター） 

 各デバイスは3年の実施期間で実用化への見通しを明

確にする。計画は次の通り。 

15年度：材料レベルの課題の摘出と改良。評価技術の確

立。 

16年度：デバイス設計に向けたパラメーター取得ならび

にプロセス設計。 

17年度：デバイスの試作と課題の検討。応用分野への適

合性検討。 

15年度の各テーマの進展状況は以下の通り。 

① 紫外光発光デバイス（ダイヤモンド研究センター） 

 紫外線非線形発光機構については、カソードルミネ

ッセンスと、理論的な研究を並行して進め、系の化学

ポテンシャル（μ）を決定する手法を確立した。30k
ではμ=0に極めて接近しており、Bose-Einstein 凝縮

（BEC）が実現できる可能性が高いことが判明した。

ｎ形ダイヤモンドの形成技術は発光デバイスに必須で

あり、P を含む有機化合物を原料として n 形ダイヤ

モンドが形成できることを確認した。また、ICP（誘

導結合形プラズマ）エッチングによって、Al をマス

ク材料としてダイヤモンドの微細加工技術を確立した。

nm スケールの加工技術として紫外発光デバイスの製

造に利用できる可能性が明らかとなった。 

② 界面磁性デバイス（強相関電子技術研究センター） 

 界面磁性デバイスである強相関酸化物スピントンネ

ル接合素子の高品質化には、酸化物原子平坦接合界面

における界面磁性を直接観察する手法の開発が極めて

重要である。本年度においては、非線形磁気光学効果

である磁化誘起第二高調波発生（MSHG）を用いて、

強相関酸化物の界面磁性を直接定量的に評価する手法

を考案し、3種類の物質を積層して反転対称性を破っ

た3色超格子を用いて原理検証実験を行い、その有用

性を実証した。また、デバイスプロセス技術として、

基板に段差を設けることにより表面析出粒子の出現を

抑制する技術を開発した。この手法を用いることによ
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り、(La、Sr) MnO3/SrTiO3/(La、Sr)MnO3構造を

もつスピントンネル素子の特性の再現性が飛躍的に改

善することを示した。さらに、界面機能デバイスの探

索として、SrTiO3などのペロブカイト遷移金属酸化

物を FET 動作させることに成功した。 

③ ピーポット構造電子デバイス（新炭素系材料開発研

究センター） 

 ピーポット構造電子デバイス素子構造の基礎となる、

CVD 成長したカーボンナノチューブの超高度制御技

術の要素技術を中心として研究開発を行った。①ナノ

チューブ成長用の各種超微粒子触媒金属の調製を行い、

適切な成長条件を選択することにより、平均直径

1,1.5,2ナノメートルのカーボンナノチューブの高密

度成長に成功した。また反応炉中の雰囲気を微細にコ

ントロールすることにより発現する、まったく新規な

成長モードを発見し、基板上で従来の世界記録の1000

倍にも達する超高密度成長に成功した。②①で開発さ

れた触媒をパターニングし、カーボンナノチューブの

パターニング成長に成功した。③パターニング成長し

たカーボンナノチューブに電極を蒸着し、カーボンナ

ノチューブ FET を実現した。④カーボンナノチュー

ブの位置制御された切断技術を開発した。⑤適切な直

径を持つカーボンナノチューブを選択切断技術により

両端面を開け、端面からのフラーレンドーピング技術

の開発に着手した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、発光素子、紫外発光、強

相関、界面磁性、磁気光学効果、カーボ

ンナノチューブ、分子デバイス 

 

［テーマ題目２］ダイヤモンド原子層ホモエピタキシャ

ル成長（外部資金） 

［研究代表者］大串 秀世 

［研究担当者］大串 秀世、竹内 大輔、小倉 政彦、

渡邊 幸志（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドのポテンシャルを 大限に生かした高性

能デバイスのためのダイヤモンド原子層ホモエピタキシ

ャル成長技術の研究開発を目的とする。従来の半導体材

料の評価に耐えうるような、高品質ダイヤモンド薄膜の

合成を行う。原子レベルで一様平坦、かつ不純物を極限

まで抑制できるダイヤモンド薄膜成長技術を駆使し、試

料の作製および評価、デバイス作製グループへの資料提

供を行う。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、ホモエピタキシャル成長、

結晶半導体、原子レベルの平坦性 

 

［テーマ題目３］高密度励起子状態を利用したダイヤモ

ンド紫外線ナノデバイスの開発（外部資

金） 

［研究代表者］大串 秀世 

［研究担当者］大串 秀世、山崎 聡、竹内 大輔、 

小倉 政彦、渡邊 幸志、李 成奇、 

熊谷 直人、二子 渉、加藤 宙光、 

陳 益鋼、高須由紀子、水落 憲和 

（職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 優れた物性を有するダイヤモンド薄膜の高品質化をは

かり、非線形励起子発光を紫外線ナノデバイスに展開す

る。そのために、原子レベルで平坦な高品質ダイヤモン

ド薄膜合成技術、PN 接合技術、デバイス化要素技術な

どを開拓し、励起子の高密度化と発光機構を解明し、紫

外線ナノデバイスの開発を行う。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、励起子、紫外線発

光、ナノデバイス  

 

［テーマ題目４］平成15年度新たな炭素材料を用いた環

境計測機器の開発（外部資金） 

［研究代表者］大串 秀世 

［研究担当者］藤森 直治、大串 秀世、山田 貴壽 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 放射性同位元素の代わりにダイヤモンドやカーボンナ

ノチューブを用いて、十分な強度の電子線が得られ、さ

らに大気中に電子線を取り出せる電子線源を開発する。

また同様の電子放出源を利用した X 線源も開発する。

この電子線源と X 線源を備え、捕集量が少ないエアロ

ゾル（PM2.5を含む）に対して、精密な質量濃度測定

と同時に、蛍光 X 線法による成分分析も可能とする装

置を開発することを目的とする。 

 原子レベルで平坦な高品質ダイヤモンド薄膜をマイク

ロ波プラズマ CVD 法で作製する。次に、そのダイヤモ

ンド薄膜に反応プラズマエッチングなどのナノファブリ

ケーションを施し、電界放出型電子源として構築する。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、電子放出、電子線

源、X 線源  

 

［テーマ題目５］高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研究開

発／欠陥の高感度評価とマッピング技術

の開発／欠陥のウェーハ面内マッピング

（外部資金） 

［研究代表者］大串 秀世 

［研究担当者］大串 秀世、李 成奇 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 カソードルミネッセンス（CL）法による光学的欠陥

評価および過渡容量分光法（ICTS）による電気的欠陥
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評価により、SOI ウェーハの欠陥の面内分布に関する

情報を得て、SOI ウェーハ開発へフィードバックする。 

 前年度までに蓄積した歪バルクシリコンウェーハの電

気的特性法による欠陥マッピング技術をもとに、今年度

開発するが始まる歪 SO シリコン I ウェーハの欠陥面内

マッピングを展開し、 終目標の達成を計る。また、前

年度立ち上がった高感度 CL 装置による発光センタの欠

陥評価についても、前半にデータ蓄積を行い、後半所期

の目標をクリヤする。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］シリコン SOI ウェーハ、欠陥マッピン

グ、カソードルミネッセンス法 

 

［テーマ題目６］動的アニール・ソフトイオンビームプ

ロセスによる高品質ダイヤモンド半導体

基盤技術の研究（外部資金） 

［研究代表者］大串 秀世 

［研究担当者］大串 秀世、堀野 裕治、坪内 信輝 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 イオン注入に伴う原子核反跳及び電子励起作用により、

ダイヤモンド単結晶中に生成する照射損傷の発生及び消

滅メカニズムを解明することにより、イオン注入の諸条

件を 適化したソフトイオンビームプロセス技術の開発

を行い、さらにレーザー照射によるダイヤモンド中の照

射損傷アニールの特性を解明し、イオン注入と同時に、

動的にダイヤモンド中の照射損傷をアニールする新たな

手法を開発する。 

 イオン注入後のダイヤモンド薄膜の電気的な特性つい

て詳細な調査を行い、イオン注入によるより高品質なダ

イヤモンドの電気伝導性制御法の研究開発を行う。特に

ホール効果測定を中心に p 型ダイヤモンド半導体の高

品質化を目指した研究を行う。また、n 型ダイヤモンド

の研究では、燐、窒素のイオン注入により、再現性の良

い n 型半導体化を目指し、イオン注入プロセスの 適

化を図る。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、イオン注入、伝導

性制御、n 型ダイヤモンド 

 

［テーマ題目７］重イオンマイクロビームによる化学結

合状態分析法に関する研究（外部資金） 

［研究代表者］杢野 由明 

［研究担当者］杢野 由明、木野村 淳、堀野 裕治 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 実用材料の化学結合状態分析に有望なイオンビーム励

起の高分解能特性 X 線分光（PIXE）法により、材料表

層の局所的な化学結合状態を非破壊かつ高感度で分析す

るための基盤技術を開発する。 

 平成14年度までに構築した局所・高分解能粒子線励起

X 線分光装置を用いて、局所的な化学結合状態を分析す

る手法の検討を行った。化合物の高分解能粒子励起 X
線スペクトルを測定し、分析に適した化学結合効果の抽

出を行った。この際、励起に用いるイオン種についても

検討を行うとともに、分光装置の動作条件の 適化を行

った。その結果、本装置は化学結合状態の分析に十分な

エネルギー分解能と高い検出感度を合わせ持つため、微

小部（140×50μm2）の化学結合状態分析に適用できる

ことがわかった。さらに本装置を用いた2次元マッピン

グを行うため、試料の精密な位置決めができる試料駆動

機構を導入した。また、イオンマイクロビームを真空容

器外に取り出す機構の検討を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］化学結合状態分析、PIXE、イオンマイ

クロビーム 

 

［テーマ題目８］ナノテクノロジープログラム（次世代

情報通信システム用ナノデバイス・材料

技術）ダイヤモンド極限機能プロジェク

ト（外部資金） 

［研究代表者］山崎 聡 

［研究担当者］藤森 直治、大串 秀世、山崎 聡、 

竹内 大輔、小倉 政彦、吉川 博道、 

齊藤 丈靖、渡邊 幸志、熊谷 直人、 

李 成奇、二子 渉、加藤 宙光、 

久米 博、磯谷 順一、水落 憲和 

（職員8名、他7名）  

［研 究 内 容］ 

 メタンガス等を用いたダイヤモンドの気相合成法が、

我が国で確立されて以来、電子部品分野（ヒートシンク、

ボンディングツールおよび SAW フィルター等）への実

用化が進んで来た。一方、ダイヤモンドの持つ極めて優

れた高耐電圧や高熱伝導度等が活かせる半導体材料に関

しては、研究が継続して実施されて来たが、未だ実用化

には至っていない。しかしながら、近年大型で高品質な

ダイヤモンド基板が合成可能となったこと、n 形の半導

体が作製できるようになったことから、実用化への期待

が急速に拡大してきた。 

 本プロジェクトでは、実用化のネックとなっている p、
n 形半導体のドーピング技術や表面・界面制御技術を確

立することにより、 も早期に市場創出が期待できる放

電灯、電子源および高周波トランジスタの試作評価を行

い、実用化へのブレークスルーを行う。本プロジェクト

の成果が足掛かりとなり、世界に先駆けてダイヤモンド

半導体の産業化を実現し、我が国の国際競争力の強化と

経済の持続的発展に寄与する。 

 このような目標を達成するために、以下の研究項目に

ついて研究開発を実施する。 

 ・伝導制御技術の確立 
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  1)ナノドーピング技術の開発 

  2)ナノ表面・界面制御技術の開発 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体デバイス、ドーピン

グ技術、界面制御技術 

 

［テーマ題目９］平成15年度地域新生コンソーシアム研

究開発事業（デスクトップイオン打ち込

み装置の研究開発）（外部資金） 

［研究代表者］堀野 裕治 

［研究担当者］堀野 裕治（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代 SiC デバイス製造及びナノサイズ・デバイス

製造に適合する小型・低価格・基板加熱（2インチサイ

ズ、Max.800℃）型デスクトップイオン打込み装置を

研究開発する。 

 本イオン打込み装置のイオン源には、独自の PIG イ

オン源を研究開発して採用する。SiC 半導体基板へ p あ

るいは n 型用 Al、B、N 等のイオン電流が量産プロセ

スを可能にするレベルで得られる PIG イオン源とする。

大加速エネルギーは、 100keV （ 2価イオン；

200keV）とするが、この加速絶縁管には、独自に開発

する有機物絶縁材料を用いる。イオン振り分け装置は、

独自のコンパクト型ウィーンフィルターを研究開発して

採用する。SiC 半導体基板サイズは、現在、2インチ径

であり、このサイズで Max.800℃の基板加熱が可能な

試料室（到達圧力1E-5Pa）を製作する。 

 本年度は、加速するイオンの発生に必要なイオン源材

料の調査および電極形状の概念設計、必要なイオンのみ

を選別するイオン振り分け装置のとしてウィーンフィル

ターの概念設計を行った。また、試作中の装置の評価と

して、実際に SiC やダイヤモンド基板に窒素注入を行

い、その試料への目的イオン以外の不純物の混入の分析

を行い、システム設計へのフィードバックを行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］イオン注入、イオン加速器、SiC 

 

31○【バイオニクス研究センター】 
（Research Center of Advanced Bionics） 

（存続期間：2003.8.1～） 

 

研究センター長        ：軽部 征夫 

副研究センター長：箕浦 憲彦、横山 憲二 

総 括 研 究 員：箕浦 憲彦 

 

所在地：つくば中央第4、つくば中央第5、 

    つくば中央第6、八王子分室 

人 員：11（10）名 

経 費：434,861千円（294,654千円） 

 

概 要： 

 超微量の化学物質、生体成分などを高感度に測定す

るシステムは、医療福祉、環境、食品、セキュリティ

ーなどの分野で強く要望されている。しかし、従来か

ら行われている機器分析では試料の前処理が煩雑で、

長時間を要し、測定装置そのものが極めて高価である

などの問題を抱えている。 

 一方、生体のもつ優れた分子識別機能を応用したバ

イオセンサーは、これらの問題を解決する優れた計測

デバイスである。当研究センターは、バイオセンサー

の研究で世界をリードしてきた。これらの知見と経験

を生かして毒性化学物質や DNA を高感度に計測する

バイオチップやタンパク質の分離・同定を行うバイオ

システムチップ、細胞マニピュレーション・オンチッ

プの構想を創案するに至った。 

 具体的には、産学官連携によるタンパク質を分離す

るためのプロテインシステムチップの開発、糖鎖を主

とした分子の創製とそれを利用した有害タンパク質検

出システムの構築、細胞のセンシングとその機能を制

御可能な材料表面構築技術とそれを応用したデバイ

ス・システムの開発、癌の早期診断マーカーであるブ

ラディオンを用いた診断キットの開発に取り組んだ。 

 いずれのテーマも、 終的な目的は、化学物質やタ

ンパク質、DNA、細胞の超高感度な計測である。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省 科学研究費補助金 

「リサイクルを指向した強相関ペプチドポリマーマテリ

アルの創成」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 

「蛍光共鳴エネルギー転移を利用したセンサーペプチド

の創成」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金 

「次世代生体親和材料としての脂質ナノ構造体の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金 

「光応答性表面を用いたセルマニピュレーションシステ

ムの開発」 

 

発 表：誌上発表16（16）件、口頭発表63（10）件、 

その他0件 

-------------------------------------------------------------------------- 
プロテインシステムチップチーム 

（Research Center of Advanced Bionics Proteomic 
Device Team） 

研究グループ長：横山 憲二 
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（つくば中央第4） 

概 要： 

 プロテインシステムチップチームでは、重点研究課

題であるタンパク質を分離・分析するためのプロテイ

ンシステムチップの開発、バイオメディカル標準のた

めの標準タンパク質の開発、次世代バイオチップの開

発を行っている。 

１．タンパク質を分離・分析するためのプロテインシ

ステムチップの開発 

 現在のタンパク質解析においては、二次元ゲル電

気泳動等によりタンパク質を分離した後、これを取

り出して質量分析を行うという方法が一般的である。

しかし、この分離工程に長時間を要する等のために、

研究効率が低く、かつ自動化が困難であるという問

題点がある。この問題点を解決するためには、二次

元ゲル電気泳動に代わり得る新たな原理に基づくタ

ンパク質解析デバイスの開発が必要となっている。

そこで本研究開発では、タンパク質を分離・解析す

るチップシステムの開発を行った。 

２．バイオメディカル標準のための標準タンパク質の

開発 

 プロテインシステムチップで使用する標準タンパ

ク質の作製を目的とした。本年度は、二次元電気泳

動で使用できるタンパク質の標準化を行なうために、

効率のよいタンパク質の作製方法の評価をした後、

等電点および分子量を同時に指標となる二次元電気

泳動標準タンパク質を作製した。 

３．次世代バイオチップの開発 

 本研究テーマとして、DNA コンジュゲートポリ

マーを用いた DNA チップと SMPs 検出、ExoIII-
Taq ポリメラーゼ反応を用いた転写調節因子検出デ

バイスの開発、蛍光共鳴エネルギー移転を利用した

センサーペプチドの開発について研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

糖鎖系情報分子チーム 

（Research Center of Advanced Bionics Glyco- 
Informatics Team） 

研究グループ長：鵜沢 浩隆 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 感染症に関連する有害な蛋白質を、高感度に迅速に

検出するためのセンシング法を確立する。本研究では、

感染因子が生体の細胞表層に存在する糖鎖に結合する

事実に着目し、天然の糖鎖を模倣した糖鎖を化学的に

効率よく合成する方法を確立するとともに、センサー

チップ上にこれらの合成糖鎖を高密度に固定化して、

糖鎖チップを作成した。現在、標準蛋白質や実際の毒

素を使用して、該チップの有効性を評価している。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

バイオナノマテリアルチーム 

（Research Center of Advanced Bionics Bio- 
Nanomaterials Team） 
研究グループ長：金森 敏幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームでは、バイオセンシングを目指したバイオ

ナノマテリアルの創製および性能評価技術の研究をミ

ッションとしている。具体的には、高分子材料－細胞

間の相互作用について物理化学的な理解を深め、細胞

が有する複数の分子素子・ドメイン間の精緻な協調に

基づく“ビビッドな”機能を人工的に再現することに

より、今までの人工材料には無かった高次な機能を発

現しうる人工材料・分子デバイスを開発する。具体的

に本年度は、1) 目的とする細胞を連続的に分離する

技術（セル・セパレーション）、2) 個々の細胞を操作

する技術（セル・マニピュレーション）、3) 細胞を体

内に埋め込む技術、の実用化を目指す。以上の目標を

達成するための研究要素としては、1) 材料表面での

細胞培養技術と材料－細胞間相互作用の評価、2) 機

能性分子素子の設計・合成および機能評価、3) 高分

子構造の微細制御と機能性分子素子の組み込み技術、

4) 物理刺激による高分子機能の遠隔制御技術、5) 機

能集積材料によるデバイス・システムの理論設計、の

5つの技術課題を掲げ、研究開発活動を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

８、テーマ題目９ 

 

ブラディオン連携研究体 

（Research Center of Advanced Bionics Collaborative 
Research Team of Bradeion） 
研究グループ長：田中真奈実 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 Bradeion（産業技術総合研究所特許物質）は、ヒ

トセプチンファミリー遺伝子群に属する細胞分裂制御

因子であると推定され、大腸癌・前立腺癌等特定の癌

細胞に特異的発現を示す物質である。その特性に立脚

して、癌の早期診断マーカー、治療ターゲットとして

これを利用するため、技術開発を行っている。 終製

品として、テストストリップ、血清検査（ELISA）、

定量 PCR による検出系を検討し、実際の臨床検体に

おいてその有用性を検証した。定量 PCR は製品販売

を開始（代理店・不二化学薬品株式会社）、他の診断

キットは臨床試験段階に達した。実際の応用出口に合

わせると、(1) 検診用、スクリーニング目的のための

臨床試験、(2) 確定診断用としての製品についての臨

床試験、(3) 癌治療後のモニタリング用としての製品
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についての臨床試験に大別され、連携する諸医療機関

にて医の倫理委員会承認を得、適正な体制のもとでの

データ取得、有用性の証明が行われている。さらに治

療技術としては抗体治療薬を端緒に開発を開始した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］タンパク質分離のためのプロテインシ

ステムチップの開発（運営費交付金、外

部資金） 

［研究代表者］横山 憲二（バイオニクス研究センター 

プロテインシステムチップチーム） 

［研究担当者］横山 憲二、宮地 寛登、平塚 淳典、

小出 哲、明谷早映子、木下 英樹、 

篠原 祥二（職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、プロテオーム解析のタンパク質分離ツールには、

二次元ゲル電気泳動法が もよく用いられている。ゲル

サイズは、10cm 以下のものから20cm 以上のものまで

市販されているが、プロテオーム解析には、高解像度の

分離が要求されるため、20cm 以上のゲルを用いること

が一般的である。この場合、電気泳動に約1日、染色、

脱色を併せると3日程度かかっている。従って、本プロ

ジェクトでは、1/2（面積で1/4）以下のダウンサイジン

グを図り、所要時間を1/60以下に短縮することを目指し

たタンパク質解析デバイスの開発を行っている。この目

的を達成するため、プラズマ重合等のプロセスを用いて

内表面をコーティングした二次元マイクロ流路を基板上

に形成させ、これを用いた二次元キャピラリー電気泳動

によるタンパク質を分離するチップの開発を行う。具体

的には、5cm 角程度のチップを作製し、プロテオーム

解析が行えるレベルの数のタンパク質を分離し、これら

を検出する。必要なタンパク質量は、数十マイクログラ

ム、分離にかかる時間は20分を目標としている。 

 現在、 も汎用性のある二次元ゲル電気泳動法のタン

パク質分離モードは、一次元目に等電点電気泳動

（IEF）を、二次元目にドデシル硫酸ナトリウム・ポリ

アクリルアミドゲル電気泳動（SDS-PAGE）利用して

いる。この方法により分離されたタンパク質は、ゲル画

像として、同定、位置等の情報等がさまざまなデータベ

ースに蓄積されている。一次元目に IEF を二次元目に

SDS-PAGE を利用したゲル電気泳動チップが開発でき

れば蓄積されたデータベース情報の利用が可能となり、

これらのデータベースを利用している多数の研究者やプ

ロテオーム研究者をスムーズに本チップのユーザーとし

て取り込むことが可能である。 

 プロジェクト開始当初は、プラズマ重合法を用いた電

気泳動にゲルを全く用いない方法を提案していた。一部、

技術的に難しい点もあるが、SDS-PAGE で分離できな

いタンパク質を分離する方法として、また短時間でタン

パク質を分離できるということから極めて有用であり、

継続して研究開発を進めている。一方で現在二次元電気

泳動を行っているユーザーが我々の開発するチップに乗

り換えるには、SDS-PAGE に基づいた分離チップも提

供する必要があると考えるに至った。そのためゲルを用

いないチップ（第二世代プロテインシステムチップ）だ

けでなく、全体目標に SDS-PAGE 機能を搭載したプロ

テインシステムチップ（第一世代プロテインシステムチ

ップ）の開発を追加して行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質前処理、抽出、二次元電気泳

動、タンパク質分離、バイオチップ、成

型チップ、キャピラリー電気泳動、プラ

ズマ重合、表面処理 

 

［テーマ題目２］リサイクルを指向した強相関ペプチド

ポリマーマテリアルの創成（外部資金） 

［研究代表者］横山 憲二（バイオニクス研究センター 

プロテインシステムチップチーム） 

［研究担当者］横山 憲二 

［研 究 内 容］ 

 リサイクル利用でき、さらに多種類の標的タンパク質

を検出できるキナーゼ測定用ペプチドチップに関する研

究を行った。すなわち、蛍光エネルギー転移によるクエ

ンチングを利用し、分裂促進物質活性化タンパク質キナ

ーゼ（MAPK キナーゼ）の活性をイメージングするた

めのペプチドの設計を行った。本センサーペプチドは、

リン酸化されることにより負電荷が生じて親水性が高く

なり、立体構造変化を起こして、蛍光強度が変化すると

考えられる。具体的には、MAPK の配列（HTGFLTEYVAT、
下線のチロシンとトレオニンがリン酸化される）を含む

種々のペプチドを用いて、このペプチドの C 末端に蛍

光ドナーとして EDANS を、N 末端にクエンチャーと

して dabcyl を修飾したペプチドを合成した。 

 合成によって得られた非リン酸化及びリン酸化センサ

ーペプチドの蛍光スペクトルを測定した結果、リン酸化

センサーペプチドの蛍光強度は、非リン酸化ペプチドよ

り大きく、顕著な差が見られた。これは、センサーペプ

チドがリン酸化されることによって、親水性が高くなり、

ペプチドが伸びたような構造をとるために、蛍光色素間

の距離が離れ、エネルギー転移が起こりにくくなったた

めであると考えられる。これにより、複数のキナーゼ活

性をモニタリングできるチップの作製の可能性が示され

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ペプチドチップ、MAP キナーゼ、蛍光

共鳴エネルギー転移 

 

［テーマ題目３］蛍光共鳴エネルギー移転を利用したセ

ンサーペプチドの創成（外部資金） 

［研究代表者］横山 憲二（バイオニクス研究センター 

プロテインシステムチップチーム） 
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［研究担当者］横山 憲二 

［研 究 内 容］ 

 蛍光エネルギー転移によるクエンチングを利用した、

cAMP 依存性プロテインキナーゼ（PKA）の活性をイ

メージングするためのペプチドの設計を行った。本セン

サーペプチドは、リン酸化されることによって親水性が

高くなり、立体構造変化を起こし、蛍光強度が変化する

と 考 え ら れ る 。 具 体 的 に は 、 Kemptide 配 列

（LRRASLG）を含む種々のペプチドを用いて、このペ

プチドの C 末端に蛍光ドナーとして、EDANS を、N
末端にクエンチャーとして、dabcyl を修飾したペプチ

ドを合成した。 

 合成によって得られた非リン酸化及びリン酸化センサ

ーペプチドの蛍光スペクトルを測定した結果、リン酸化

センサーペプチドの蛍光強度は、非リン酸化ペプチドよ

り大きく、顕著な差が見られた。これは、センサーペプ

チドがリン酸化されることによって、親水性が高くなり、

ペプチドが伸びたような構造をとるために、蛍光色素間

の距離が離れ、エネルギー転移が起こりにくくなったた

めであると考えられる。一方、塩基性アミノ酸を伸長さ

せたペプチドでは、反対にリン酸化により蛍光強度が小

さくなった。これはリン酸化により、電荷が中和され、

それゆえ縮んだ構造になるためであると考えられる。ま

た、PKA 反応後のセンサーペプチドの HPLC の溶出時

間は、合成によって得られたリン酸化センサーペプチド

の溶出時間と一致し、本センサーペプチドは、PKA に

よってリン酸化されることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ペプチドチップ、cAMP 依存性キナー

ゼ、PKA、蛍光共鳴エネルギー転移 

 

［テーマ題目４］糖鎖系情報分子を活用した有害蛋白質

検知チップの開発（運営費交付金） 

［研究代表者］鵜沢 浩隆（バイオニクス研究センター 

糖鎖系情報分子チーム） 

［研究担当者］鵜沢 浩隆、和泉 雅之、篠崎由紀子、

大賀 幸二、伊藤 弘樹 

（職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 感染症に関わる有害な蛋白質を、生体の感染機構を巧

みに利用したセンサーによって、高感度に迅速に検出す

ることを目的に研究を行っている。本年度は、大腸菌

O-157の生産するベロ毒素を高感度に検出するための糖

鎖を合成し、これをセンサーチップ上に固定化して、高

感度に迅速に該毒素を検知することに成功した。ベロ毒

素は、腎臓細胞の Gb3セラミドに特異的に結合するこ

とが知られているが、本研究では、この天然糖脂質を模

倣した Gb2糖脂質型ポリマーを合成し、これを静電的

にチップ表面に固定化して、ベロ毒素を致死量の数百分

の一のレベルを30分以内に検知することに成功した。こ

のチップは、安定で、また、チップの作成が容易である

ため、他の検知チップ作成に応用可能であると期待され

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］Gb2、大腸菌 O-157、ベロ毒素、感染、

生体、センサー 

 

［テーマ題目５］糖鎖を活用した有害蛋白質検出技術の

実証（運営費交付金） 

［研究代表者］箕浦 憲彦（バイオニクス研究センター 

総括研究員） 

［研究担当者］鵜沢 浩隆、箕浦 憲彦 

［研 究 内 容］ 

 感染症に関わる有害な蛋白質を、生体の感染機構を巧

みに利用したセンサーによって、高感度に迅速に検出す

ることを目的に研究を行っている。感染性因子が、生体

の細胞表層に存在する糖鎖に結合することに着目し、こ

の感染機構を模倣して感染性因子を高感度に検出する研

究を展開している。天然の糖鎖を模倣した糖鎖を化学的、

酵素的、ケモエンザイム的に効率よく合成を行い、セン

サーチップ上に、固定化する。本年度は、ガラクトース

を認識部位に有する糖誘導体を合成し、これをセンサー

チップ上に固定化した。標準糖結合性蛋白質である

RCA120レクチンを用い、該糖鎖チップの有効性を表面

プラズモン共鳴（SPR）装置により評価した。その結

果、再現性よく高感度に RCA120レクチン蛋白質を検出

することができた。また、金コロイド微粒子に先の糖誘

導体を固定化し、糖で表面がクラスター状に被覆された

微粒子を作成した。この微粒子は、室温で半年以上放置

しても、自然凝集しないほど安定であり、ここで設計し

た糖誘導体が、金微粒子の安定性に有効であることが実

証された。作成した糖被覆コロイド微粒子に、先述のレ

クチン蛋白質を加えたところ、凝集反応が生じたことを

明らかとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］有害蛋白質、SPR、センサー、糖、 

粒子 

 

［テーマ題目６］細胞のセンシングとマニピュレーショ

ン技術の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］金森 敏幸（バイオニクス研究センター 

バイオナノマテリアルチーム） 

［研究担当者］岩坪 隆、馬場 照彦、須丸 公雄、 

高木 俊之、枝廣 純一、高井 克毅、 

Samuel Priyantoro Kusumocahyo、 

亀田 光淑、尹 富玉、山口麻奈絵、岡

村 愛子、市川 貴之、多田 裕一 

（職員4名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 材料表面において特定の機能を有する細胞をセンシン
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グし、さらにマニピュレーション（特定遺伝子の発現、

分化誘導、接着・増殖促進、等）する技術を確立する。

当該技術をチップ上に応用することにより、細胞のセン

シングとマニピュレーションを同時に行うことができる

バイオチップを開発する。現在、DNA チップやプロテ

インチップの開発が盛んであるが、チップ上で細胞をハ

ンドリングしようとする研究は、世界でも緒に就いたば

かりである。 

 細胞のセンシングとマニピュレーションをチップ上で

可能にするための基盤技術として、本年度は次の3つに

ついて集中して取り組んだ。 

1) 細胞（タンパク）と親和性を有する細胞膜脂質アナ

ログの設計と合成 

2) 光応答性高分子表面による細胞の接着・脱着の遠隔

操作 

3) 感温性高分子と抗体の組み合わせによる細胞分離 

 1)については、古細菌の細胞膜を構築する脂質にヒン

トを得つつ、擬環状・メチル分岐鎖・チオール・フッ

素・不飽和などをキーワードとして、計11種類の新規人

工脂質を合成した。本研究では細胞と親和性の高い人工

脂質の開発を主眼とし、将来的にはチップ上に脂質膜を

構築させて細胞のセンシングとマニピュレーションへの

応用を目指す。現時点では、その前段階として得られた

人工脂質により平面膜あるいはベシクルを構成させ、そ

れらの安定性を脂質の構造と関連付けて考察するととも

に、そこに特定のタンパクを埋め込んでタンパク特有の

輸送機能の発現を評価することにより、細胞膜アナログ

としての人工脂質の性能を評価している。本年度は、タ

ンパクとして光合成関連タンパクを用い、人工脂質の膜

タンパク機能に対する安定性への効果、プロトン蓄積能

を明らかにした。フッ素導入効果については、炭素数18

の炭化水素系脂肪酸の疎水部末端にパーフルオロオクチ

ル基を導入したものを合成した。不飽和導入は二重結合

（シス・トランス）と三重結合について行い、トランス

体よりシス体、二重結合より三重結合の方が界面安定性

を向上させる結果を得た。 

 2)については、光によって異性化する機能性分子デバ

イスとアクリル系モノマーを組み合わせて、様々な光応

答性高分子を合成した。これらについて綿密・詳細な特

性解析を行うことにより、高分子科学の面から極めて有

益な知見を得ることができた。その特性に基づき、当該

高分子によって機能性表面を作製し、その表面における

細胞接着性を光によって局所的に遠隔操作することに成

功した。材料表面における細胞の接着・脱着の制御は、

東京女子医科大学の岡野らによる著名な研究があるもの

の、細胞を播種・培養した後に局所的に細胞の接着性を

制御した例は世界でも初めてのことで、国際学会を含む

複数の学会で注目され、高く評価されている。また、当

該高分子を用いて、溶液の透過性を光制御するバルブ、

光照射によって素早く形状が変化するゲル材料の開発に

成功し、来度はバイオチップへの応用検討に着手する予

定である。 

 3)については、昨年度より某社と共同研究契約を継続

中である。これまで当チームで開発を行ってきた独自の

分離材料に加え、本年度は共同研究先が開発した基材に

当チームの技術を組み合わせた新たな分離材料について

検討を進めている。従来から検討してきた分離材料につ

いては、血管内皮の前駆細胞のマーカーを発現している

ヒト血球系細胞を高い選択性で分離できることを示し、

末梢血から特定の細胞を連続的に分離することができる

「セルセパレーター」の開発への道を拓いた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］セルセンシング、セルマニピュレーショ

ン、機能性脂質、刺激応答性高分子材料、

セルセパレーター 

 

［テーマ題目７］セルセパレーター（連続的細胞分離装

置）の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］金森 敏幸（バイオニクス研究センター 

バイオナノマテリアルチーム） 

［研究担当者］須丸 公雄、尹 富玉、山口麻奈絵、 

岡村 愛子（職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、末梢血や臍帯血などから幹細胞など特定

の細胞を選択的に、大量、連続的、低侵襲に分離するこ

とができるセルセパレーター（連続的細胞分離装置）へ

の応用を目的とした細胞分離材料の開発を行っている。

Polypropylene（PP）不織布は空隙の大きさ、および単

位体積あたりの繊維表面積が高いことから細胞分離に

適であると考えられる。この PP 不織布に、Poly(N-

isopropylacrylamide) （PNIPAAm）をグラフト重合

させることにより、下限臨界溶解温度（LCST）以上で

この不織布に目的細胞の抗原に特異的な抗体を疎水性結

合により吸着させることにより目的細胞を選択的に捕捉

させ、LCST 以下の温度で洗浄し不織布表面を親水性に

することにより細胞を回収することができると考えた。 

本年度は、上記スキームを確認するため、当該 PP 不織

布に低温プラズマ後重合法により PNIPAAm をグラフ

トする技術を確立した。次いで、モデル系として選んだ

CD86発現細胞と CD80発現細胞を1：1で混合した細胞

懸濁液から、どちらか一方を80%以上の濃度で取り出す

ことに成功した。この結果を元に、某企業と共同研究契

約を締結し、特定の目的に用いるセルセパレーターの開

発を開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗原抗体反応、ポリプロピレン不織布、

セルセパレーター、選択的細胞分離× 

 

［テーマ題目８］次世代生体親和材料としての脂質ナノ

構造体の開発（運営費交付金、外部資
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金） 

［研究代表者］高木 俊之（バイオニクス研究センター 

バイオナノマテリアルチーム） 

［研究担当者］馬場 照彦、高井 克毅、亀田 光淑、 

金森 敏幸（職員2名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、極限環境下を生き抜く古細菌の生体膜に見ら

れる環状脂質をモデルとした人工環状脂質を構成分子とす

る様々な形態の脂質ナノ構造体を創製し、続いて詳細な構

造解析を行うことで、タンパク質をはじめとする将来的に

様々なバイオ分子を統合しうる「ナノバイオシステム化の

場」の構築を行うことを主たる目的としている。 

 本年度は、古細菌の細胞膜を構築する脂質にヒントを

得つつ、擬環状・メチル分岐鎖・チオール・フッ素・不

飽和などをキーワードとして、計11種類の新規人工脂質

を合成した。本研究では細胞と親和性の高い人工脂質の

開発を主眼とし、将来的にはチップ上に脂質膜を構築さ

せて細胞のセンシングとマニピュレーションへの応用を

目指す。現時点では、その前段階として得られた人工脂

質により平面膜あるいはベシクルを構成させ、それらの

安定性を脂質の構造と関連付けて考察するとともに、そ

こに特定のタンパクを埋め込んでタンパク特有の輸送機

能の発現を評価することにより、細胞膜アナログとして

の人工脂質の性能を評価している。本年度は、タンパク

として光合成関連タンパクを用い、人工脂質の膜タンパ

ク機能に対する安定性への効果、プロトン蓄積能を明ら

かにした。フッ素導入効果については、炭素数18の炭化

水素系脂肪酸の疎水部末端にパーフルオロオクチル基を

導入したものを合成した。不飽和導入は二重結合（シ

ス・トランス）と三重結合について行い、トランス体よ

りシス体、二重結合より三重結合の方が界面安定性を向

上させる結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］古細菌、擬環状脂質、含フッ素脂質、人

工脂質、膜タンパク質 

 

［テーマ題目９］光応答性表面を用いたセルマニュピレ

ーションシステムの開発（運営費交付金、

外部資金） 

［研究代表者］須丸 公雄（バイオニクス研究センター 

バイオナノマテリアルチーム） 

［研究担当者］高木 俊之、枝廣 純一、亀田 光淑、

多田 裕一、金森 敏幸 

（職員2名、その他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年急速な進歩を遂げつつある細胞工学の研究分野に

おいて、従来にない形で細胞を解析し扱う手法の開発が

強く求められている。こうしたニーズに応えるべく、高

いスループットのバイオアッセイ、あるいは細胞機能の

新たな解析を実現するための手段として、生細胞を培養

表面上で任意のパターンに沿う形で培養する技術（セル

パターニング）、中でも細胞ドメインを規則的に配列し

たセルアレイの開発が、ここ数年の間に盛んに行われる

ようになった。 

 このような状況において我々は、既に保有していた光

応答性分子材料のシステム化技術を駆使して、対象に対

して局所的（μm スケール）・即時的（sec スケール）・

非接触的に作用させることのできる光の特性を利用して

細胞を並列的に操作する全く新しい細胞操作技術の着想

を得た。これに基づき、本提案研究において光に応答し

細胞接着性を可逆的に変化させられる材料表面（光応答

性表面）の開発を行い、微小パターン照射系と組み合わ

せて個々の培養細胞を高い自由度で思いのままに操作す

る技術の確立を試みた。 

 本年度は、光によって異性化する機能性分子デバイス

とアクリル系モノマーを組み合わせて、様々な光応答性

高分子を合成した。これらについて綿密・詳細な特性解

析を行うことにより、高分子科学の面から極めて有益な

知見を得ることができた。その特性に基づき、当該高分

子によって機能性表面を作製し、その表面における細胞

接着性を光によって局所的に遠隔操作することに成功し

た。材料表面における細胞の接着・脱着の制御は、東京

女子医科大学の岡野らによる著名な研究があるものの、

細胞を播種・培養した後に局所的に細胞の接着性を制御

した例は世界でも初めてのことで、国際学会を含む複数

の学会で注目され、高く評価されている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］刺激応答性高分子、セルマニピュレーシ

ョン、光応答性表面、細胞接着性制御 

 

32○【ジーンファンクション研究センター】 
（Gene Function Research Center） 

（存続期間：2003.9.1～2010.3.31） 

 

研究センター長        ：多比良和誠 

副研究センター長：上田 太郎 

 

所在地：つくば中央第4事業所 

人 員：9（8）名 

経 費：156,862千円（128,578千円） 

 

概 要： 

 研究目的 

 ヒトゲノムの概要配列が2001年に発表され、ヒトの

遺伝子数は約2.5万であるとの報告も 近されました

が、このうち60%に及ぶ遺伝子は異なったスプライシ

ングを受けるため発現するタンパク質の数は10～20万

種類以上と言われています。これら個々の遺伝子の機

能を調べるための従来の方法として当該遺伝子をノッ

クアウト、あるいは病変など特定の形質を発現してい
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る個体の遺伝子のポジショナルクローニングによる究

明などが行われてきましたが、これには大変な労力と

時間とを要しました。 

 本研究センターでは、こうした問題を解決するため

独創性の高い基礎・応用研究を目指しています。外国

の技術に頼りがちなバイオの分野でポストゲノム時代

に通用する Made-in-Japan の独創性の高い基礎・応

用技術を確立し、その有用性を実証します。 

研究内容 

 現在、ベンチャー企業から公的機関までの多くの組

織が、ポストゲノムを念頭に置いた遺伝子探索プロジ

ェクトを進行させています。このような流れの中で、

我々は独自に開発した RNAi ベクターを用いてヒト

全遺伝子に対するノックダウン siRNA ライブラリー

を作製し、様々な遺伝子を網羅的に同定するシステム

を構築しています。 
 微量で有効な RNA 干渉はノックアウトのように2

本の染色体上の双方の遺伝子を破壊する必要がないと

いう特徴もあり、PCR のようにバイオの世界を変え

る強力な武器となりつつあります。siRNA 発現ベク

ターは個々の既知遺伝子の機能・役割（ジーンファン

クション）の解明にも有用なツールとなりますが、逆

に、着目する表現型変化に何らかの影響を与えている

新規重要遺伝子を確実に同定できるので、経費や時間

の大幅な短縮が可能になり、ポストゲノム時代の強力

な遺伝子探索ツールになります。現在、siRNA 発現

ベクターを用いて、細胞老化あるいは癌化といった細

胞増殖に関連する疾患原因遺伝子や、細胞分化や運動

等の重要現象に関わる新しい機能をもつ未知の遺伝子

の機能解明とその利用に向けて邁進しています。 

 siRNA だけでなく、miRNA を含めた18-25塩基の

小さな RNA は2002年、Science 誌の Breakthrough 
of the Year の第一位に輝いており、哺乳動物におい

て200種類以上と予測されている miRNA の標的遺伝

子の探索が、世界中でこれまでに類を見ない激しい競

争下で行われています。miRNA はその標的となる

mRNA と部分的にしか結合しないため、標的遺伝子

の検索はとても困難であると考えられていますが、

我々は、世界で初めて哺乳動物 miRNA の標的遺伝子

を発見し、さらに、宝の山であるこれら哺乳動物

miRNA の中で、我々は既に60種類以上の miRNA に

対するそれぞれの標的遺伝子を同定しています。 

 また我々は小さな RNA の新しいカテゴリーとして、

ニューロン新生の運命決定を制御する新規の RNA を

世界で初めて発見し、スモールモジュラトリーRNA
（smRNA）と命名しました。この RNA は細胞の核

内に存在しタンパク質の設計図が載っていない小さな

RNA（non-coding RNA）でした。ノーベル賞受賞者

の Phillip A. Sharp 教授も Nature 誌のレビューで

smRNA を新規の重要な RNA の一つとして分類して

います。現在ジャンクと呼ばれる遺伝子領域に、これ

ら有用な小さい RNA 多数含まれていると考えられ、

これら未知の小さな RNA の解析も進めてゆきます。 

 このように、発現プロフィル工学、マイクロ RNA
工学、遺伝子サイレンシング工学などの独自のユニー

クな基盤技術を活かして、有用な遺伝子の機能（ジー

ンファンクション）を解明します。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業・研究領域「植物の機能と制御」「シロイヌナズナ転

写因子の機能解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「細胞の不死化に関与す

るテロメア結合タンパク質 TRF1の機能の解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「従来型キネシン分子モ

ーターの二足歩行モデルの直接検証」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 タ

ンパク質機能解析・活用プロジェクト「ヒトの完全長

cDNA 等を利用したタンパク質機能解析 細胞レベル

の機能解析（siRNA を用いた機能解析）」 

 

発 表：誌上発表35（26）件、口頭発表99（31）件、 

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
細胞増殖制御研究チーム 

（Cell Proliferation Research Team） 
研究チーム長：Renu Wadhwa 

（つくば第4） 

概 要： 

 我々研究チームでは、細胞増殖が正常な条件から異

常な条件まで様々な条件下でいかに調節されているか

を理解することを主な目的としている。 

 正常な条件に関しては、特に生体・組織の老化に伴

う細胞複製による細胞の老衰に関連する新規の機能性

遺伝子を同定することを中心にして研究を進めている。

一方、異常な条件下での細胞増殖制御の研究では、ガ

ンや様々な種類のストレス下での細胞増殖を対象とし

ての研究を行っている。このような研究の中で、加齢

にのみに関与する新規な機能性遺伝子を厳密に識別す

ることができれば、ガンの成長と発達がいかに調節さ

れているかを理解し、新規のガン治療方法を開発する

ことが可能になると考えられる。我々はこれらの目的

のために、ランダムリボザイムライブラリーと

siRNA ライブラリーを構築、使用している。また、

目的遺伝子を異常発現させたり、特異的な siRNA を

用いて遺伝子ノックダウンすることにより遺伝子機能

の解明を行っている。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(153) 

 さらに我々は、小さな RNA である miRNA の解析

を進め、新しいカテゴリーとして、smRNA を発見し

た。ジャンクと呼ばれる遺伝子領域に、これら有用な

小さい RNA 多数含まれていると考えられるので、こ

れら未知の小さな RNA の解析も進めている。 

 また我々は、p53発現調節を行う ARF 結合蛋白質

を新規に単離し、CARF と名付けた。そして、細胞

の老化・不死化・癌化経路において ARF と CARF が

構造的・機能的にどのように関連しているか解明を進

めている。また我々は、自然の源（植物エキス）が新

規な抗ガン剤・対老化に対する薬として有用であるこ

とを明らかにした。 

 これらの研究により、老化とガンに対する効果的な

治療法の開発がより高いレベルで行われることになる

と考えられる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

生体運動研究チーム 

（Bio-motility Research Team） 
研究チーム長：廣瀬 恵子 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 生体運動は生命にとって必須の現象であり、これを

研究することは、基礎生物学的にも臨床応用研究とし

てもきわめて重要である。われわれは、粘菌細胞をも

ちいた細胞生物学的手法、電子顕微鏡法による高分解

能立体構造解析、一分子ナノ計測を含む生物物理学的

手法、分子モーターや細胞を利用したナノテクノロジ

ーなど多岐にわたる切り口から、蛋白質分子モーター

をはじめとする、生体運動に関与する様々な分子の機

能・構造解析を行うとともに、これらの分子を産業に

応用することを目指した開発研究をおこなっている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目５ 

 

植物遺伝子機能研究チーム 

（Plant Gene Function Research Team） 
研究チーム長：高木 優 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 植物機能の高度利用技術を開発するためには、関係

する遺伝子の機能解明が必要不可欠である。しかし、

植物のゲノムは、重複遺伝子が数多く存在し、また、

主要な穀物や園芸植物の中には、ゲノムが複二倍性か

ら構成されているものが数多くあり、それ故、遺伝子

破壊や相補的な RNA の導入などの従来の方法では、

遺伝子の機能解明が困難であることがわかってきた。

このような植物遺伝子機能解明における重複遺伝子の

困難さを克服するため、我々は強力な転写抑制因子由

来の機能性ペプチドを任意の転写因子に付加し、本来

転写活性化因子であったものを強力なリプレッサーに

機能変換して標的遺伝子の発現を抑制するという、キ

メラリプレッサーを用いた遺伝子サイレンシングシス

テム（CRES-T 法）を開発した。本グループの目標

は、CRES-T 法を活用し、遺伝子の重複性の点から

今まで不明であった植物転写因子の機能解析や有用遺

伝子の同定をおこない、種々の機能性植物の創生など、

産業的、農学的応用分野においても貢献できるより実

践的な研究をおこなうことである。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

遺伝子治療技術開発チーム 

（Gene Therapeutics Research Team） 
研究チーム長：中西 真人 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 当研究グループは、siRNA・miRNA・mRNA・

Ribozyme などの機能性 RNA（あるいはこれらを作

る鋳型となる核酸）を、生きている動物組織の細胞に

直接導入し局所で発現させる基礎技術を開発し、その

成果をさまざまな疾患の治療に応用することを目的に

している。研究手段としては、ウイルス・ファージな

どの生物材料や遺伝子組換えで作成したペプチドを組

み合わせたデリバリー機構と、その中に搭載する遺伝

情報の研究を平行して行っている。また、この技術を

応用するための標的として、ヒト細胞の寿命・不死化

能を決定しているテロメアを介した染色体の安定化機

構に注目し、テロメア配列結合因子 TRF1複合体の機

能を明らかにして癌治療や再生医療に貢献することを

目指している。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目８ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］小さい RNA の作用機能解明とその応

用 

［研究代表者］Renu Wadhwa（ジーンファンクション

研究センター細胞増殖制御研究チーム） 

［研究担当者］Renu Wadhwa、Sunil Kaul、 

吉成 幸一、藁科 知子 

（職員4名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマでは、siRNA や miRNA などの遺伝子

発現制御機構を解明すると共に、これら小さい RNA を

用いた技術を細胞増殖などメカニズム解明に利用するこ

とを目的としている。そして、正常な細胞増殖条件から

異常な条件まで様々な条件下でいかに調節されているか

を解明する。 

 ここで言う正常な条件には生体・組織の老化に伴う細

胞複製による細胞の老衰を含んでおり、特に細胞の老衰

に関連する新規の機能性遺伝子を同定することを中心に

して研究を進めている。また異常な条件下での細胞増殖
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制御の研究では、ガンや様々な種類のストレス下での細

胞増殖を対象としての研究を行っている。このような研

究の中で加齢にのみに関与する新規な機能性遺伝子を厳

密に識別することができれば、ガンの成長と発達がいか

に調節されているかを理解し、新規のガン治療方法を開

発することが可能になると考えられる。我々はこれらの

目的のためにランダムリボザイムライブラリーと

siRNA ライブラリーを使用している。また、目的遺伝

子を異常発現させたり、特異的な siRNA を用いて遺伝

子ノックアウトすることにより遺伝子機能の解明を行っ

ている。 

 siRNA を用いた研究では特にヒトの遺伝子全てに対

するノックダウン siRNA ライブラリーを作製し、ガン

や HIV など、様々な疾患に関連する遺伝子、あるいは

細胞分化等の様々な生物現象に関わる機能遺伝子を網羅

的に同定するシステムの構築を行っている。本技術によ

って作製した siRNA ライブラリーを用いたスクリーニ

ングシステムでは、短期間で数多くの新規機能遺伝子の

同定が行えると予想される。本研究において構築する

siRNA 発現ベクターはライブラリーとして用いるので

ターゲットとする mRNA 配列を効率よく切断する必要

がある。しかし、実際には抑制効果が50%以上得られる

配列は全体の1割しかないとも言われている。そのため、

構築した siRNA 発現ベクターが実際に遺伝子抑制効果

を示さない可能性もある。そこで我々は siRNA の効率

的ターゲット配列を予測することが可能なアルゴリズム

を開発しているが、さらに siRNA の活性データを用い

ることでアルゴリズムのパラメータを 適化し70%以上

の切断活性を有する siRNA の配列を相関係数0.7以上

の精度で予測できるように改良することに成功した。ラ

イブラリーを用いたアポトーシス関連遺伝子の解析では、

新規の知見がたくさん得られており、本研究で作成して

いるライブラリーの有効性を示した。そこで、改良した

アルゴリズムを用いて siRNA のターゲットとしてアポ

トーシス関連遺伝子、キナーゼ、フォスファターゼ遺伝

子などのライブラリーを構築した。そして、アポトーシ

ス関連遺伝子のライブラリーを中心に関連遺伝子機能の

網羅的な解析中である。 

 また我々は小さな RNA の新しいカテゴリーとして、ニ

ューロン新生の運命決定を制御する新規の RNA を世界で

初めて発見し、スモールモジュラトリーRNA（smRNA）

と命名した。この RNA は、細胞の核内に存在し、タンパ

ク質の設計図が載っていない小さな RNA（non-coding 
RNA）であった。現在ジャンクと呼ばれる遺伝子領域に、

これら有用な小さい RNA 多数含まれていると考えられ、

これら未知の小さな RNA の解析も進めている。 

 さらに本研究テーマでは、自然の源（植物エキス）が

新規な抗ガン剤・対老化に対する薬として有用であるこ

とを明らかにした。 

 これらの研究により、老化とガンに対する効果的な治

療法の開発がより高いレベルで行われることになると考

えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］siRNA、miRNA、smRNA、リボザイ

ム、老化、ガン 

 

［テーマ題目２］細胞運動制御機構の解明 

［研究代表者］上田 太郎（ジーンファンクション研究

センター） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃、浅野由香子、 

金田 雅充、小野 雄二 

（職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞運動や細胞質分裂は、細胞増殖にとって必須のプ

ロセスであり、それらの分子機構の理解は、基礎生物学

的にも医学的にもきわめて重要な意義をもつ。しかしヒ

トをはじめとする高等動物細胞は構造が複雑でゲノムも

大きく、細胞運動現象の基礎的理解を目指した研究対象

としては不適切である。やそこでわれわれは、高等動物

細胞とよく似た運動や分裂様式をもちながら、ゲノムや

構造が単純で分子遺伝学的解析に適している細胞性粘菌

をモデル実験系として基礎的理解を進め、得られた知見

を高等動物細胞にフィードバックするという方針で研究

を進めている。 

１）アメーバ運動の機構解明。高等動物のケラトサイト

は、半円形の形状を保ったまま一方向性の運動を安定

に行うため、高等動物細胞のアメーバ運動やガン細胞

の転移性に関する細胞生物学的実験系として盛んに用

いられているが、分子遺伝学的手法が適用できないた

め、運動の分子機構に関する研究は停滞を余儀なくさ

れていた。一方 近、amiB-変異をもった細胞性粘菌

が、ケラトサイトとよく似た運動様式を示すことが明

らかにされた。そこでわれわれは、amiB-細胞性粘菌

細胞をモデル実験系とした研究を進め、ケラトサイト

運動の分子機構を解明できないかと考えた。 

 本年度はそのための第一歩として、amiB-変異細胞

の運動様式を詳細に解析し、これが実際にケラトサイ

トとよく似ており、モデル実験系として利用できるこ

とを確立した。 

 今後は、amiB-変異細胞に変異処理を行い、ケラト

サイト運動やガン細胞転移に関与すると考えられる遺

伝子を網羅的に単離、解析する予定である。 

２）細胞質分裂機構の解明。真核細胞は、核分裂に引き

続き起こる細胞質分裂により細胞質を分離し、細胞分

裂を完結する。ウニ卵の細胞質分裂は、細胞骨格の構

成因子であるアクチン繊維とミオシン-II からなる収

縮環が細胞赤道面に形成され、収縮環の収縮により細

胞膜を絞るようにして細胞質が分離するのだと説明さ

れてきた（巾着機構）。そして、この巾着機構が酵母

や粘菌といった下等な真核生物から高等動物細胞まで
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広く保存された細胞質分裂の分子メカニズムである考

えられてきた。 

 ところが、細胞性粘菌のミオシン-II 欠損株は、浮

遊培養環境では分裂できないのに対し、基質に接着し

た状態では、両極がそれぞれ反対方向にアメーバ運動

することにより細胞中央領域を受動的に収縮させ効率

的に2つの娘細胞に分裂することをみいだした。そし

て、巾着機構を cytokinesis A、基質接着に依存した

機構を cytokinesis B とよび、さらに従来から知られ

ていた、細胞周期とは共役しない分裂機構を

cytokinesis C とよぶことを提唱した。 

 今年度はさらに、分裂中の細胞の赤道付近から走化

性の誘引物質が分泌され周囲の間期細胞がこれに向か

って走化性運動を行い、二つの娘細胞を物理的に分離

させるという、第4の細胞質分裂機構があることを発

見した（cytokinesis D）。 

 今後は、細胞性粘菌を使って発見されたこれら新規

細胞質分裂機構が、他の生物、特に高等動物体細胞に

も存在するか否かの検討を進めていく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アメーバ運動、ガン転移、細胞質分裂、

細胞増殖、走化性。 

 

［テーマ題目３］蛋白質分子モーターの構造・機能研究 

［研究代表者］廣瀬 恵子（ジーンファンクション研究

センター生体運動研究チーム） 

［研究担当者］廣瀬 恵子、加世田国与士、秋丸恵理佳 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 キネシンはタンパク質分子モーターの一種であり、

ATP を加水分解して生じる化学エネルギーを利用して

生体細胞内のタンパク質繊維である微小管に沿った一方

向運動をおこなう。モーター機能をもつ「頭部」はわず

か数ナノメートルであり、高いエネルギー変換効率をも

つため、ナノアクチュエータとしての応用も期待されて

いる。キネシンファミリーに属する分子の多くは二つの

頭部をもつ二量体である。いわゆる従来型のキネシンは、

微小管上を1µm の距離、連続的に運動することができ

るが、このとき8nm の階段状の変位（ステップ）を繰

り返して進むことがわかっている。8nm は微小管を構

成するチューブリン分子の間隔であることから、キネシ

ンは二つの頭部を二本足のように交互にもちいて、チュ

ーブリンの飛び石の上を歩くようにして進むという

Hand-over-Hand モデルが提唱され、広く信じられて

いたが、このモデルの真偽は明らかでなかった。我々は、

片方の頭部を活性の低い変異体にしたヘテロダイマーキ

ネシンを作成し、その運動を高感度の一分子計測技術で

測定することにより、このモデルを検証することを目的

とした研究をおこなった。もしキネシンが二頭を交互に

使っていれば遅い8nm ステップと通常の8nm ステップ

が交互に見えるはずだと考えたのである。 

 このような交互のステップを観察可能にするためには、

片方の頭部の活性が野生型と比較して充分低く、しかも

微小管上を連続的に運動できるヘテロダイマーキネシン

が必要である。本年度はキネシンのヌクレオチド結合部

位に変異を入れた変異体を数種類作成し、その運動活性

を測定した。運動活性が充分低い変異体について、野生

型とのヘテロダイマーを作成し、光ピンセット法をもち

いて運動特性を測定した結果、微小管上を連続的に運動

して十分な力を発生するヘテロダイマーを得ることがで

きた。一分子のヘテロダイマーによるビーズの動きを詳

しく解析した結果、この分子の8nm ステップの時間間

隔が長短、交互になっていることがわかった。この結果

は、hand-over-hand model を世界で初めて直接証明し

たものである。 

 さらに我々は、キネシン分子の運動メカニズムに関す

る構造学的研究を行っている。キネシン分子が微小管に

沿った運動は、キネシンが微小管結合、ATP 加水分解

に伴って構造を変化させることによって起こると考えら

れる。現在、キネシン頭部、および、微小管を構成する

チューブリン分子の構造は2-3.5Å の高分解能で知られ

ているが、キネシンが微小管に結合したときの構造およ

び、その ATP 加水分解に伴う変化については、30Å 程

度の低分解能でしかわかっていない。そこで我々は、高

性能の低温電子顕微鏡システムをもちい、試料作製法、

画像解析法に工夫を重ねることにより、キネシン・微小

管複合体の立体構造を高分解能で得ることを目的とした

研究を継続している。本年度は、微小管の立体構造およ

び、キネシンの一種である Kar3を ATP 加水分解中の

異なるステップに対応すると考えられる3状態で結合し

た微小管の立体構造を、12-15Å の分解能で得ることに

成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞運動、分子モーター 

 

［テーマ題目４］蛋白質分子モーターの産業的応用に関

する研究（分野戦略実現のための予算・

ライフサイエンス分野「運動蛋白質を用

いたナノバイオマシンの構築」および科

学技術振興調整費「産総研 ナノバイオ

分野人材養成ユニット」予算により、人

間系特別研究体ほか複数ユニットと共同

研究） 

［研究代表者］上田 太郎（ジーンファンクション研究

センター） 

［研究担当者］上田 太郎、平塚 祐一、米倉 恒 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質分子モーターは、単分子または少数分子の

複合体がモーターとして機能し、個々のモーターが大変
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小さい（5nm～25nm）一方、蛋白質の一般的性質とし

てかなり大きな構造を自己組織化的に組み上げるポテン

シャルをもつ。さらに、大量生産が可能で、蛋白質工学

的な性能改変の余地があるなど、人工モーターにはない

さまざまな特徴がある。そこでこれらをひとつの部品と

見なし、マイクロマシンなどの微小空間の駆動素子（ナ

ノアクチュエーター）として利用しよう、という応用研

究が世界中で始まりつつある。われわれも、リソグラフ

ィー技術を応用したトラック形状を工夫することで、基

板上における微小管の一次元一方向性運動を実現し、キ

ネシン・微小管系を微小輸送系として使うために不可欠

なブレークスルーを達成した（Hiratsuka ら、2001）。 

 しかし精製したタンパク質は生体外では不安定であり、

容易に不可逆的に変性してしまうほか、個々のタンパク

質を組み合わせて複雑なシステムを組み上げる方法論も

確立しておらず、キネシン・微小管系を産業的に利用す

るためには今後さまざまな技術開発が必要になる。一方、

ある種の細菌やアメーバ細胞は人工的な環境下でも活発

な運動性を示す。もしこれらの細胞の運動を人工的に制

御できるようになれば、自己複製能、自己修復能をもっ

た運動素子、輸送素子を比較的容易に実現できる可能性

がある。また、それらを遺伝子工学的に操作することに

より、付加機能を内部プログラム化して大量生産するこ

とも夢ではない。われわれは、こうした観点から

Mycoplasma mobile とよばれる滑走細菌に着目した。

Mycoplasma 細胞は、ガラスやプラスチックなどの多

くの人工的基質に接着し、高速（3µm/s；普通の微小管

キネシン系は1µm/s）で連続的に運動するという特徴が

ある。また Mycoplasma の運動のエネルギー源はグル

コースであり、この点でも ATP を必要とする微小管キ

ネシン系より扱いやすい。 

 本年度はまず、さまざまパターン上での Mycoplasma
の運動様式を観察・検討したところ、Mycoplasma は、

基板上に作られた壁に沿って動く性質があり、壁がカー

ブしていてもカーブに沿って運動できるが、カーブの曲

率半径が0.2µm 以下になると、カーブにそえずに直進

してしまうことなどが明らかとなった。われわれは

Mycoplasma のこうした性質を利用して、Mycoplasma
細胞を一次元一方向運動させるパターンや、二つの領域

間で密度勾配に逆らった能動輸送を行うパターンを考案

し、これらが効率よく機能することを実証した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノバイオテクノロジー、ナノアクチュ

エータ、自己複製、滑走細菌 

 

［テーマ題目５］ステルス細胞の開発研究 

［研究代表者］上田 太郎（ジーンファンクション研究

センター） 

［研究担当者］上田 太郎、北山智華子 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 患者体内を自在に動き回ることができる自立走行型の

医療用マイクロマシンが実用化されれば、現状では夢物

語に過ぎないさまざまな可能性が現実的なものとなって

くる。古い例では「ミクロの決死圏」的な応用も考えら

れるだろうし、ガン細胞を攻撃する免疫療法での応用、

成長ホルモンなどを恒常的に分泌させる等の応用も考え

られる。あるいは医療用ナノバイオテクノロジーのベー

スとしての利用も考えられるし、細胞治療的な見地から

も、大量生産とストックが可能なユニバーサルな細胞系

に転換できれば、劇的なコスト削減と需要に応じた迅速

な供給が可能になるに違いない。しかし現状の精密機械

工学では、そうしたマイクロマシンを低コストで大量生

産できる見通しはなく、また材料の生体適合性について

も課題が山積している。そこでわれわれは、ヒト細胞ベ

ースの自立走行型医療用マイクロマシンを開発しようと

考えている。ユニバーサルな細胞株を出発材料とし、こ

れにさまざまな遺伝子工学的改変を加えることで新機能

を付与して自己複製能をもったマイクロマシンとし、不

特定多数の患者の体内に移植投与する、という考え方で

ある。一方、ユニバーサルな細胞を利用すると、免疫学

的な拒絶反応が深刻な問題となる。この問題を解決する

ため、われわれは、宿主（患者）の免疫系からは「見え

ない」ステルス細胞株の開発を試みることにした。これ

は、概念的には誰にでも移植できる O 型赤血球に近い

が、赤血球は無核のため培養増殖ができず、機能的な発

展性も限られている。これに対してステルス細胞は、実

験室内で大量培養可能で、遺伝子改変操作により新機能

付与ができる O 型赤血球のイメージである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］拒絶反応、細胞治療、自立走行型医療用

マイクロマシン 

 

［テーマ題目６］植物遺伝子の機能解析（戦略的創造研

究推進事業・研究領域「植物の機能と制

御」） 

［研究代表者］高木 優（ジーンファンクション研究セ

ンター植物遺伝子機能研究チーム） 

［研究担当者］高木 優、平津圭一郎、松井 恭子、 

小山 智嗣、光田 展隆 

（職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

これまでの進展状況および成果 

 シロイヌナズナにおける CRES-T 法を用いた有用形

質の探索をおこなうため、キメラリプレッサー発現植物

体ライブラリーの作成を以下の手順で進めている。 

１）シロイヌナズナ転写因子 cDNA の収集 

２）キメラリプレッサーの発現ベクターの構築 

３）シロイヌナズナ形質転換体の作成およびライ

ブラリーの作成 
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４）有用形質のスクリーニング 

個々の進展概況 

１）シロイヌナズナ転写因子 cDNA の収集 

 シロイヌナズナゲノムには、転写因子をコードして

いると考えられている遺伝子が約2000個存在する。そ

れらの内、1500個の cDNA を理研 BRC およびアラビ

ドプシスリソースセンターより入手した。残り500個

の単離されていない転写因子をリストアップし、それ

らの cDNA の単離を理化学研究所植物分子生物学研

究室と共同で開始した。 

２）キメラリプレッサーの発現ベクターの構築 

 リプレッションドメインとプロモーターを有し、

gate way システムで植物発現用ベクターに組み換え

ることが可能なキメラリプレッサー機能変換用カセッ

トベクターの作成をおこなった。入手した cDNA を

鋳型として、対応するプライマーを用いて転写因子の

コード領域を増幅し、得られた DNA 断片をカセット

ベクター挿入し、さらにそれらのキメラ遺伝子を

gate way システムで植物発現用ベクターに組換作業

を順次遂行する。 

３）シロイヌナズナ形質転換体の作成およびライブラリ

ーの作成 

 作成したキメラ遺伝子でシロイヌナズナを形質転換

し、転写因子に対するキメラリプレッサーを個々に発

現する形質転換体の作成をおこなっている。キメラリ

プレッサーベクターで形質転換したアグロバクテリア

をシロイヌナズナに感染させ、得られた種子を選択培

地で生育し、それぞれ各転写因子につき25個体以上の

T1植物体を単離した。さらにそれらを育成し、個別

に T2世代の植物体を得て、これらを解析に用いてい

る。 

４）有用形質のスクリーニング 

 個々のキメラリプレッサーを発現する植物体につい

て、 

A. 生長に変異が見られるもの、 

B. 形態に変異が見られるもの、 

C. 代謝に変異がみられるもの、 

 の3項目にわけ、さらにその項目について詳細な観察

および解析をおこなった。 

 また、プールしてある形質転換体の種子を混合育成し、

それらの中からストレス応答性および植物ホルモン感受

性に特徴がある形質転換植物の単離をおこなった。 

 これまでにキメラリプレッサーによって誘導された形

質として以下のものが上げられる。 

A. 生長に関するもの 

 開花遅延、早咲き、生長の遅延、日照時間感受

性異常、分裂組織の異常。 

B. 形態に関するもの 

 雄蕊未形成（雄性不稔）、雌蕊・雄蕊未形成

（完全不稔）、花弁の数が多い・少ないもの。ト

リコームが形成されないもの。ロゼット葉の数が

多いもの・少ないもの、大きく伸びるもの、ギザ

ギザになるもの。主根が短くなるもの、側根が多

くなるもの。花茎が伸びるもの、分岐が多いもの。

葯が裂開しないもの。種子が大きくなったもの。

分裂組織が形成されないもの。 

C. 代謝に変異の見られるもの 

 アントシアニン、タンニンの生合成が抑制され

たもの。リグニンの合成が抑制されたもの。種子

で脂質含量が多いもの。植物ホルモン（オーキシ

ン、エチレン）非感受性。高塩（150mM）耐性。

高濃度グルコース（6%）耐性。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、遺伝子機能 

 

［テーマ題目７］生きている動物に応用可能な新規遺伝

子導入・発現系の開発 

［研究代表者］中西 真人（ジーンファンクション研究

センター遺伝子治療技術開発チーム） 

［研究担当者］中西 真人、瀬川 宏知、西村 健、 

江口 暁子（職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究課題では、siRNA・miRNA・mRNA・Ribozyme
などの機能性 RNA（あるいはこれらを作る鋳型となる

核酸）を、生きている動物組織の細胞に直接導入し局所

で発現させる基礎技術を開発し、その成果をさまざまな

疾患の治療に応用することを目的にしている。平成15年

度は、大きく分けて、１）センダイウイルスを材料とし

た膜融合リポソームの開発と遺伝子デリバリー機構の解

明、２）大腸菌ラムダファージをベースにしたペプチ

ド・ディスプレイシステムの Polyplex モデルとしての

応用、３）細胞内で安定に存在し持続的に遺伝子発現を

する新しい RNA レプリコンの開発を行った。１）にお

いては、T7 RNA ポリメラーゼを発現している細胞の

モノクローナル抗体を使った樹立法の確立と、膜融合リ

ポソームによる T7 RNA ポリメラーゼ発現細胞への

siRNA 作成鋳型 DNA 導入の基礎条件の検討を行った。

また、膜融合リポソームやセンダイウイルスの遺伝子導

入特異性を決定している、膜融合に必須な細胞側因子の

クローニングのための基礎条件（ヒト cDNA ライブラ

リーを組み込んだレトロウイルスベクターの調製・セン

ダイウイルスに対するレセプター（シアル酸）を持って

いるにもかかわらず膜融合できない B 細胞系の株細胞

の検索と性状解析・FACS を使ったセンダイウイルス感

受性細胞の分離条件）の検討を進めた。２）においては、

頭部（直径55nm）の表面に SV40・T 抗原由来の核移

行シグナル SVLT32を発現させたラムダファージをベー

スに、SVLT32の置換変異体を多数作成し、細胞質にマ

イクロインジェクションしたファージ粒子の核移行活性

と細胞質のキャリアータンパク質である importin との
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結合を指標に、ナノ粒子を核に標的化するために必要な

核移行シグナルの 適化を行った。核移行アッセイの有

用性を電子顕微鏡観察の結果、直径55nm の粒子がその

まま核内に移行していることが確認できた。さらに

SVLT32変異体の解析から、ナノ粒子を核に標的化する

ためには単に 小核移行シグナル（minimum NLS, 
PKKKRKV）を粒子表面に提示するだけではだめで、

その N 末端側と C 末端側に至適な構造が必要であるこ

とがわかった。この結果は、ふつうのタンパク質を使っ

た核移行アッセイでは見いだすことができなかった新知

見である。３）においては、細胞質に安定に存在する

RNA を使った遺伝子発現系を構築するため、細胞と共

存しながら遺伝子発現を行う（持続感染）センダイウイ

ルス変異株 cl.151のゲノム RNA 全長のクローニングを

行い、その全塩基配列を決定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］センダイウイルス、ラムダファージ、核

移行 

 

［テーマ題目８］テロメア配列結合因子 TRF1によるヒ

ト細胞の寿命決定機構の解明 

［研究代表者］中西 真人（ジーンファンクション研究

センター遺伝子治療技術開発チーム） 

［研究担当者］中西 真人、岡部 潤 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 分化したヒト体細胞は、分裂可能な回数が決まってい

る。これを細胞寿命という。例えば、胎児から単離した

線維芽細胞は比較的長い寿命を持っているが、それでも

50回から70回の細胞分裂後に増殖が停止し、ガラクトシ

ダーゼなど老化のマーカーを発現してやがて死に至る。

この細胞寿命は遺伝的に厳密に制御されており、これが

破綻して無限の細胞寿命を持った細胞が癌であると理解

されている。そのため、細胞寿命の決定機構とその破綻

のメカニズムを理解することは、癌の予防と治療の両面

から大きな意味を持っている。また、再生医療では 終

目標を胚性幹細胞（ES 細胞）から臓器を作ることにお

いているが、胚性幹細胞が無限の寿命を持っているのに

対し、 終分化した組織の細胞は有限寿命にしておかな

いと癌化の可能性が高い。このため、細胞寿命の決定機

構の解明とその人工的調節は、再生医療の安全性を確保

するためにも必須である。ヒト細胞の寿命を調節する機

構として も有力なのが、染色体末端のテロメアを介し

た寿命の決定機構である。ヒト染色体の末端にあるテロ

メアは（TTAGGG）n という単純な繰り返し構造を持

つ DNA（テロメア DNA）とそれに結合するテロメア

配列結合タンパク質 TRF1、TRF2からできている。テ

ロメアが細胞寿命と深く関わっていることを示唆するデ

ータは、１）不死化している癌細胞や幹細胞は例外なく

テロメア配列を伸長する機構（テロメラーゼという酵素

や組換えによる ALT という伸長メカニズム）を持って

いる、２）線維芽細胞のテロメア配列の長さは細胞分裂

のたびに短くなり、約5キロ塩基対になったところで増

殖が停止する、の2つがある。一方で、寿命を持たない

癌細胞の多くは非常に短いテロメア配列を持つことから、

テロメア配列の長さが単純に細胞の寿命を決定している

わけではないことも明らかである。我々のこれまでの研

究から、テロメア配列結合因子の一つ TRF1の細胞内の

量がテロメア構造の維持を決定する因子であることが明

らかになっていた（Okabe, et al., 2000）。本年度は、

TRF1と細胞の不死化の関係を解析し、不死化している

細胞では例外なく TRF1の発現量が上昇していること、

また、正常線維芽細胞をさまざまな方法（発癌遺伝子の

強制発現・放射線・発ガンウイルスによる形質転換）で

不死化するとテロメラーゼの誘導の有無にかかわらず必

ず TRF1が誘導されてくることを見いだした。これらの

事実は、TRF1の寿命の調節と直接的に関わっているこ

とを示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］テロメア、細胞寿命、癌化 

 

２）研究部門 
①【計測標準研究部門】 
（Metrology Institute of Japan） 

（存続期間：2001.4.1.～） 

 

研究部門長：小野 晃 

副研究部門長：小柳 正男、田中 充、松本 弘一、 

       千葉 光一 

総括研究員：岡本 研作、田中 健一、大嶋 新一、 

       小池 昌義、倉橋 正保、吉田 春雄、 

       三木 幸信 

 

所在地：つくば中央第3、第2、第5、つくば北、 

    関西センター大阪扇町サイト 

人 員：230（227）名 

経 費：2,873,560千円（2,040,261千円） 

 

概 要： 

 計量標準及び法定計量 

 第一期の目標： 

(A) 計量の標準 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保

するため、各種の試験、検査、分析結果の国際同等

性を証明する技術的根拠や技術開発・産業化の基盤

である計量の標準を整備するとともに、計量法施行

業務の適確な実施を確保する。 

(1) 国家計量標準の開発・維持・供給 

(2) 特定計量器の基準適合性評価 

(3) 次世代計量標準の開発 
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(4) 国際計量システムの構築 

(5) 計量の教習と人材の育成 

(B) 革新的基盤的技術の涵養 

 多分野にまたがる共通基盤技術である計測分析技

術について、先導的、先進的に研究開発を進める。 

○研究業務の方向付け 

(A) 標準整備計画に基づき、信頼される計量標準を早

期に供給開始する。 

(B) 計量標準の確実かつ継続的な供給体制を構築する。 

(C) 国際協力のもと、計量標準・法定計量の国際相互

承認を進める。 

(D) 計量標準と計測分析技術において世界をリードす

る研究成果を挙げる。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団）

「複合即発ガンマ線検出器システムの性能試験および評

価」 

 

財団法人防衛技術協会「3次元計測装置のトレサビリテ

ィに関する研究」 

 

財団法人丸文研究交流財団 国際交流助成 

「 Development and evaluation of an electron-ion 
coincidence analyzer using a compact polar-angle-
resolved time-of-flight ion mass spectrometer with 
four concentric anodes」 

 

財団法人化学・バイオつくば財団 国際研究集会発表参

加旅費助成「高純度基準物質の開発に関する研究」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「顕微光

電子分光法による材料・デバイスの高度分析評価技術に

関する研究／顕微光電子分光基盤技術の研究／光電子ス

ペクトル高度解析技術の研究」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「ブロー

ドバンド光シンセサイザの開発／光シンセサイザ技術に

関する研究／高品位パルスレーザ技術に関する研究「コ

ムを作る」／高品位フェムト秒光コムの研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「原子力用材料の多

重熱物性計測技術に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「原子力構造材の遠

隔検査技術に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「低エネルギーX 線

精密回折分光技術の開発」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「先端領域放射線標

準の確立とその高度化に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「RI 廃棄物のクリ

アランスレベル検認技術の確立に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「マルチコンポジッ

トマテリアルの 適化と構造・特性評価」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「標準ガス希釈装置の信頼性向上に関

する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「自動車排ガス現場計測用超音波流量

計の実用化に関する研究」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（共同研究型）／磁性吸着剤の用

途開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（共同研究型）／光パルス加熱サ

ーモリフレクタンス法薄膜熱物性測定装置の実用化」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）／ナ

ノ硬さ試験機の高度化支援」 

 

経済産業省 標準課 産業技術研究開発委託費「産業技

術研究開発委託費（歯車のナノレベル形状評価のための

計測器の校正原理及びその原理に基づく校正方法の研究

とその標準化）」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「エネルギー分散型回折

による結品構造解析システムの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「都市圏における人為起

源元素の分別分析と多元素相関解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「分子イオンの振動励起

にみる光イオン化における断熱近似の破れ」 

 

大阪大学 科学技術振興費「高温金属溶融物性に関する

文献データの検証及び取得物性データのデータベース

化」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「ナ

ノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロセス

技術） ナノ計測基盤技術プロジェクト」 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「ナ

ノテクノロジープログラム／ナノ加工・計測技術／3D
ナノメートル評価用標準物質創成技術プロジェクト」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「計

量器校正情報システムの研究開発 計量器校正情報シス

テムの研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「水

素安全利用等基盤技術開発／水素インフラに関する研究

開発／充てん機用流量計の開発」 

 

発 表：誌上発表237（182）件、口頭発表618（155）件、

その他261件 

-------------------------------------------------------------------------- 
時間周波数科 

（Metrology Institute of Japan, Time and Frequency 
Division） 
時間周波数科長：大嶋 新一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 時間周波数標準及び光周波数波長標準は、計測標準

の中で もファンダメンタルで精度の高い物理標準で

あり、当該標準の研究を持続・発展させることは、我

が国の産業・科学技術の高度化の上で極めて重要であ

る。これらの達成に不可欠の、高精度標準の息の長い

開発と、これに立脚した信頼性の高い標準供給の展開

を行うことが、長期目的である。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

長さ計測科 

（Metrology Institute of Japan, Lengths and  
Dimensions Division） 

研究科長：松本 弘一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 長さ・幾何学量の標準供給は、産業・科学技術の要

であり、大きな期待が寄せられている。この場合、高

精度な上位の標準から、下位の幅広い標準まで求めら

れる。この達成には信頼性の高い長さ測定技術の開発

が不可欠となっている。当科では、既に JCSS が整

備されている6量に加えて、平成16年度までに産業界

から求められ、また国際比較などが求められている長

さや幾何学量に関して15量の標準の確立とそれらの供

給体制の整備を行った。この場合、民間との連携によ

って、階層構造に基づく我が国のトレーサビリティ体

系を構築した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目６ 

 

力学計測科 

（Metrology Institute of Japan, Mechanical  
Metrology Division） 

研究科長：大岩 彰 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 当力学計測科の活動は、質量、力、トルク、重力加

速度、圧力、真空の各量にわたる。各量において、標

準から現場計測までのトレーサビリティの道筋を確保

することが主たるミッションである。質量においては、

標準分銅から質量計へ、力においては、力標準機／力

計から試験機へ、圧力／真空においては圧力／真空標

準器から圧力計／真空計へと現場計測器に繋がるトレ

ーサビリティを実現する。当科においては既に、質量

（分銅の校正）、質量計、力（力計の校正）、試験機、

圧力（圧力標準器の校正）、圧力計について JCSS 認

定が整備されている。また、新たな量としてトルク標

準、真空計を標準供給に繋げた。これらの供給業務に

加え技術開発については、超高圧標準、低圧標準、リ

ーク標準、及び安定な質量 artifact の研究開発を進め

た。品質管理については、計量標準供給及び法定計量

に係わる試験検査業務の品質管理文書の整備を進め、

大質量、圧力及び真空において ASNITE ピアレビュ

ーを実施し、品質管理体制を整備した。外部協力とし

ては、Jcss 認定制度に対して、標準供給及び認定審

査への審査員派遣、質量、力、圧力の各技術分科会の

運営などの協力を行った。また、ISO、OIML 等の技

術規格文書の作成への協力を行った。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目８、テーマ題目

９ 

 

音響振動科 

（Metrology Institute of Japan, Acoustics and 
 Vibration Metrology Division） 
研究科長：佐藤 宗純 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 音響、超音波、振動、強度の標準は、環境、医療、

機械診断、材料評価など広い分野にわたって必要とさ

れており、その重要性も増している。JCSS 体制の構

築、整備を出口とする研究を行うことで、主要量につ

いて世界的なレベルに到達し、先導することが当科の

急務である。 

 JCSS 告知した音響標準、振動加速度標準及び硬さ

標準については、標準供給体制を整備するとともに、

その範囲の拡大、不確かさの低減および新しい標準器

の開発をめざす。超音波標準は超音波パワーと超音波

音圧の校正技術の開発研究を通して、早急に供給体制

の確立を目指す。材料強度の標準、固体材料の特性評

価を目的とする研究を実施する。また、産業技術の高
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度化に応じて、従来にない先進的な標準開発を進める。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11、テーマ題目

12、テーマ題目13、テーマ題目14 

 

温度湿度科 

（Metrology Institute of Japan, Temperature and 
 Humidity Division） 
研究科長：三木 幸信 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 温度・湿度の計測は、 先端の科学やハイテク産業

から、通商、環境、安全、人の健康を支える活動、日

常生活に至るまでほとんどあらゆる場面で必要とされ、

その標準供給体制の整備は急務である。現行の標準供

給の種類、範囲を国際的同等性及び技術上のニーズに

応じて拡大するために、設備・体制を整え、標準の設

定・維持・供給に必要な研究開発及び関連の計測技術

の研究を行う。さらに、国際温度目盛（ITS-90）改

正への提案などの国際的寄与をめざし、基礎的な研究

開発を進める。 

研究テーマ：テーマ題目15、テーマ題目16、テーマ題目

17、テーマ題目18、テーマ題目19、テーマ題目20、テ

ーマ題目21、テーマ題目22、テーマ題目23、テーマ題

目24、テーマ題目25 

 

流量計測科 

（Metrology Institute of Japan, Fluid Flow Division） 
研究科長：高本 正樹 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 流量計を用いた石油や天然ガス等の取引は、経済産

業活動の中でも も大きな取引であり、また、水道メ

ータ、ガソリン計量器等の流量計は国民生活に も密

接している計量器の一つである。さらに、 新の半導

体製造技術、公害計測技術、医療技術等の先端技術分

野や環境・医療技術分野においてもより困難な状況下

での高精度の流量計測技術が求められている。当科で

は、これら広範な分野で必要な流量の標準を開発し、

その供給体制の整備を進める。既に JCSS が整備さ

れている気体小流量、気体中流量、液体大流量、気体

中流速、微風速、および依頼試験による標準供給を行

っている体積に加え、平成16年度までに液体中流量、

石油大流量の標準確立と供給体制の整備を目指す。ま

た、移転標準器等の高精度流量計測技術の開発も行い、

産業の基盤整備に寄与する。 

 さらに、計量法に基づき法定計量業務を適切に遂行

すると共に、実施する試験業務に関する品質システム

を整備する。また、要素型式承認等の型式承認試験技

術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目26、テーマ題目27、テーマ題目

28、テーマ題目29 

 

物性統計科 

（Metrology Institute of Japan, Material Properties 
 and Metrological Statistics Division） 
研究科長：馬場 哲也 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 エネルギー、石油化学産業等で求められる密度、粘

度の標準、エネルギー分野、エレクトロニクス産業、

素材産業等で求められる熱物性の計測技術と標準物質、

半導体や材料産業等で求められる微粒子や粉体の計測

技術と標準物質の開発、供給を行う。これらの標準に

関する技術は、密度におけるアボガドロ定数の決定、

粘度の世界的な標準の確立に寄与するものである。ま

た開発された熱物性計測技術と標準物質を礎として得

られる信頼性の高い熱物性データを、分散型熱物性デ

ータベースに収録しインターネットを介して広く供給

する。 

研究テーマ：テーマ題目30、テーマ題目31、テーマ題目

32、テーマ題目33、テーマ題目34、テーマ題目35、テ

ーマ題目36、テーマ題目37 

 

電磁気計測科 

（National Metrology Institute of Japan, Electricity 
and Magnetism Division） 

研究科長：吉田 春雄 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電気標準のうち直流・低周波分野を担当。①直流電

圧・抵抗標準、インピーダンス標準の研究開発と供給、

② 交流電流比標準、交流電力、交直（AC/DC）変

換標準の研究開発と供給 

研究テーマ：テーマ題目38、テーマ題目39 

 

電磁波計測科 

（Metrology Institute of Japan, Electromagnetic 
 Waves Division） 
研究科長：井上 武海 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 高周波・電磁界標準、レーザ標準および光放射標準

の高周波から光までの電磁波を対象とし、高周波電圧、

電力、減衰量、インピーダンス、雑音、各種アンテナ、

電界・磁界、レーザパワー、光度、全光束、照度、分

光放射照度、分光応答度および分光反射率等の標準に

関し、未確立のものについて、精密計測と校正技術の

研究・開発を実施した。すでに確立され標準を供給し

ている量についても、範囲の拡大および校正の不確か

さと信頼性を向上するための研究を推進し、標準供給
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とトレーサビリティの整備の推進ならびに維持・供給

を行った。研究・開発の進展は、新規に標準供給を開

始した2GHz-18GHz 雑音温度標準の JCSS 校正、4-

26.5GHz ホーンアンテナ利得標準の依頼試験、レー

ザパワーの JCSS 校正、光ファイバ減衰量の依頼試

験等があり、大幅な拡張としては10MHz～18GHz の

広帯域同軸減衰量標準の JCSS 供給等がある。また、

光放射標準関連では、定点黒体炉・高温黒体炉を用い

た分光放射輝度・照度比較校正と分光拡散反射率（可

視域）について、JCSS 校正と依頼試験を実施すると

ともに、2件の CIPM 国際比較（CCPR-K1.a 、
CCPR-K5）および UV-A 検出器の放射照度応答度の

APMP 国際比較に参加した。 

研究テーマ：テーマ題目40、テーマ題目41、テーマ題目

42、テーマ題目43 

 

量子放射科 

（Metrology Institute of Japan, Quantum Radiation 
 Division） 
研究科長：鈴木 功 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射線、放射能の標準の高度化と開発を図りつつ、

MRA 対応のピアレビューを受けた。放射線標準研究

室では、γ線標準のピアレビューを受けて、ASNITE
認証を取得し、軟 X 線照射線量標準の再設定を進め、

中硬 X 線の種々の条件での標準の再設定を行った。

β線標準の開発に取り掛かり、放射光 X 線用イオン

チェンバーでの測定を行い、軟 X 線計測のカロリメ

ータの調整を進めて、絶対測定を試み、軟 X 線相互

作用定数の測定、整理、及び3次元運動量分布の測定

を行った。放射能中性子標準研究室では、放射能及び

中性子標準に関するピアレビューを受け、ASNITE
認証を取得した。放射能グループでは、液体シンチレ

ーションカウンタを用いたβ線核種放射能の絶対測定

と国際比較を行うとともに、放射能面密度標準の供給

を開始した。また、RI 廃棄物クリアランス検認技術

の確立およびγ線核種放射能標準のリモートキャリブ

レーション手法の開発を実施した。中性子グループで

は、ピアレビューの指摘事項解決のため、Am-Be 線

源の中性子放出率の異方性に関する実験的評価を実施

したほか、熱中性子フルエンス率標準における標準黒

鉛内外の熱中性子スペクトルの評価、高速中性子フル

エンスのエネルギー精密測定を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目44、テーマ題目45、テーマ題目

46 

 

無機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Inorganic Analytical 
 Chemistry Division） 

研究科長：千葉 光一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 標準物質は研究開発および産業発展を支える知的基

盤として、その加速的整備が国策のもとに推進されて

いる。当科では平成13年～平成16年までにバナジウム

標準液など新規無機標準物質12種類、有機スズ分析用

底質標準物質など環境組成標準物質10種類を開発して、

化学分析あるいは化学計量を支える標準を供給すると

ともに、併せて、関連する CCQM、APMP 国際比較

に参加する。また、色 X 線励起蛍光 X 線分析法等新

規化学計測技術の開発、電量滴定法等の基本分析手法

の高度化、高感度元素分析法の高精度化を行い標準物

質の値付け、環境・生体計測の高度化等に使用すると

ともに、我が国の産業の高度化及び科学技術のテクノ

インフラに寄与する。 

研究テーマ：テーマ題目47、テーマ題目48、テーマ題目

49 

 

有機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Organic Analytical 
 Chemistry Division） 
研究科長：野村 明 

（つくば中央第3及び第5） 

概 要： 

 有機分析に関する研究とその成果をベースとし、有

機標準物質及び高分子標準物質の開発を行う。開発予

定の有機標準物質には SI にトレーサブルな物質とし

ての高純度基準物質、これをベースとした機器校正用

の濃度標準液及び標準ガス、主に基幹比較の成果を国

内に波及させるための有機組成標準物質等がある。ま

た、国立標準研究所の使命の一つとして標準物質のト

レーサビリティ確保の業務があり、基準となる物質の

供給や、校正・計測能力を高めるための分析法の高度

化や新規開発についても研究を行う。化学標準分野に

おける SI トレーサブルな測定法として、有機標準物

質に関連する凝固点降下法、同位体質量分析法及び

NMR 測定法等について研究開発を行う。また、グロ

ーバル MRA に基づく標準物質の国際的な同等性の確

認に必要な国際比較などの活動にも積極的に参加して

いく。さらに、化学情報基盤の発信の一環としてスペ

クトルデータベースの継承、整備そして拡充を継続的

に行っていく。 

研究テーマ：テーマ題目50、テーマ題目51、テーマ題目

52、テーマ題目53 

 

先端材料科 

（Metrology Institute of Japan, Materials 
 Characterization Division） 
研究科長：小島 勇夫 
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（つくば中央第5） 

概 要： 

 近の産業基盤の国際的広がりに伴い計測・分析技

術に対する国際的整合性が求められるようになり、先

端材料においてもその基準となる標準物質の整備が緊

急の課題となっている。先端材料の計測・分析技術と

して、特に、材料の界面、表面、欠陥などに関わる先

端的評価・分析技術の開発を行うとともに、これらの

ポテンシャルを応用してより表面・薄膜関連標準物質、

欠陥・空孔標準物質などの高度な標準物質開発を行う。

具体的には、本年度は層の厚さが20nm の SiO2/Si 多
層膜標準物質の開発を終了した。また、すでに供給を

開始した EPMA 用の鉄中に C を添加した均一鉄合金

標準物質に関連して、工設試験研究機関と協力して共

同試験を実施した。さらには、膜厚が10nm 程度の超

格子標準物質、膜厚が5nm 以下の極薄膜標準物質、

空孔標準物質、イオン注入標準物質の開発に必要な先

端計測技術や試料作製に関する研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目54、テーマ題目55、テーマ題目

56、テーマ題目57、テーマ題目58 

 

法定計量技術科 

（Metrology Institute of Japan, Legal Metrology 
 Division） 
研究科長：小島 孔 

（つくば中央第3） 

概 要： 

１）経済産業大臣から委任される計量法に基づく型式

承認及び試験並びに基準器検査（力学計測科、流量

計測科及び計量標準技術科で実施されるものを除

く。）を適切に実施する。 

２）特定計量器の型式承認では、要素型式承認の導入

や試験所認定制度の活用による外部試験制度の導入

についての調査研究を行い、制度の合理化を図る。 

３）国際法定計量機関（OIML）が推奨する、試験・

検定に使用する標準設備に対するトレーサビリティ

ーを確立するための制度について調査研究を行う。 

４）我が国の法定計量システム整備計画案を策定し、

経済産業省に対して企画・立案の支援を行う。 

５）型式承認実施機関として、ISO/IEC17025及びガ

イド65に適合した品質システムにより認証・試験業

務を実施し、透明性を保する。 

６）OIML 適合証明書発行及び二国間相互承認を推

進し、国内計量器産業の国際活動に貢献する。 

７）計量法に規定する特定計量器の検定・検査に係る

技術基準の JIS 化に関する調査研究を継続すると

共に数種類の計量器に対する JIS 原案素案の作成

を行う。 

８）耳式体温計及び CNG ディスペンサーの基準適合

性評価試験に必要となる技術の調査・研究を行い、

耳式体温計に関しては、JIS 原案の作成を行う。 

９）OIML の TC 活動に積極的に参加し、国際勧告の

策定に貢献する。 

10）アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）事

務局活動の支援を実施する。 

 

計量標準技術科 

（Metrology Institute of Japan, Dissemination 
 Technology Division Dissemination Technology 
 Division） 
研究科長：根田 和朗 

（関西センター） 

概 要： 

 当科の主要業務は、経済産業大臣から委任された計

量法に基づく法定計量業務の適切な遂行である。法定

計量業務は、国内の様々な分野における商取引及び客

観的かつ適正な計量証明行為に不可欠な業務である。

これらの業務の他、リング・プラグゲージの校正技術

の開発と校正における不確かさを評価し、それらの標

準供給体制の整備を目指す。また、温度標準について

の不確かさを明らかにし、信頼性のある校正結果を提

示することにより、産業界のトレーサビィティ体系の

構築に寄与する。 

研究テーマ：テーマ題目59、テーマ題目60、テーマ題目

61 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］時間・周波数標準の高度化に関する研

究（運営費交付金） 

［研究代表者］池上 健 計測標準研究部門時間周波数

科時間標準研究室長 

［研究担当者］黒須 隆行、萩本 憲、福山 康弘、 

渡部 謙一、柳町 真也、古賀 保喜 

（職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 光ポンピング方式周波数標準器の不確かさの再評価を

進めた。原子泉方式周波数標準器の基本的動作を確認し

た。また原子発振器の高性能化のために必要な低雑音マ

イクロ波発振器については、サファイア共振器を液体ヘ

リウムを用いて10K 以下まで冷却し、1秒で、測定系で

参照信号として用いた水素メーザによる測定限界である、

6×10-13の周波数安定度を実現させた。商用原子時計に

よる当所の UTC（NMIJ）を維持し、GPS 等による比

較データを BIPM に報告した。標準供給については平

成14年度に引き続き、計量法に基づく時間（周波数）の

供給のための準備を進めた。GPS を用いた遠隔校正の

ための実証実験を進めた。また、国際的な整合性を確保

するために、APMP に提出された周波数の CMC 表の

改訂を行うとともに、各国から提出された CMC 表のレ

ビューを行った。また、水素メーザーからの高品質な

5MHz、10MHz の標準信号を産総研内に供給した。 
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［分 野 名］標 準 

［キーワード］時間周波数、原子時計、セシウム一次周

波数標準器、時刻比較、時系、標準供給 

 

［テーマ題目２］光周波数（波長）標準の開発と光周波

数計測技術の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］大苗 敦 計測標準研究部門時間周波数

科波長標準研究室長 

［研究担当者］石川 純、洪 鋒雷、平野 育、 

稲場 肇、奥村謙一郎、松本 弘一、 

Guo Ruixiang、Jie Jang 
（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 光周波数（波長）計測システムが確実に運用できるよ

うに、モード同期レーザの繰り返し周波数・オフセット

周波数の制御方法などの 適化、高度化を行った。各光

周波数（波長）標準確立のため研究開発を継続した。よ

う素安定化 He-Ne レーザについては所内外の波長校正

を行うとともに、研修サービスの拡充へむけた準備を行

った。よう素安定化 YAG レーザについては依頼試験の

ための品質システムを完成させ、ピアレビューを受けた。

東大・香取助教授が提案している光格子時計は次世代光

周波数標準の候補として有望視されている。東大で開発

されている冷却ストロンチウム原子の光格子時計（光周

波数標準）の遷移周波数に関して予備測定を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］フェムトコム、光周波数計測、国際比較、

よう素安定化レーザ、アセチレン安定化

レーザ、光通信帯 

 

［テーマ題目３］光波干渉による長さ標準の開発に関す

る研究（運営費交付金） 

［研究代表者］松本 弘一 計測標準研究部門長さ計測

科長さ標準研究室長 

［研究担当者］美濃島 薫、平井亜紀子、尾藤 洋一、 

寺田 聡一、鍜島麻理子、藤間 一郎、 

岩崎 茂雄、藤本 安亮、吉森 秀明、

佐々木 薫、渡邊 敦史 

（職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 ブロックゲージ（長さ－4番）の光源部と画像処理部

の改造を完成させ、システムの総合評価を行うとともに

標準供給の維持を行った。長尺ブロックゲージ（長さ－

5番）は特殊ブロックゲージの標準供給を一部開始し、

技能試験を行った。標準尺（長さ－8番）装置の改修を

行った。距離計（長さ－10番）は依頼試験を行うととも

に、JCSS 制度を確立するために、技術指針を作成した。

干渉測長器（長さ－9番）については、依頼試験を開始

した。デジタルスケール（長さ－12番）については、標

準尺を優先させたため、次年度送りとなった。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］ブロックゲージ、標準尺、距離計、長さ

標準 

 

［テーマ題目４］フェムト秒テクノロジー（知的光計測

制御技術）（運営費交付金） 

［研究代表者］松本 弘一 計測標準研究部門長さ計測

科長さ標準研究室長 

［研究担当者］美濃島 薫、Thomas R. Schibli、 

大門 雄太（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 フェムト秒ファイバーレーザを用いたフェムト秒コム

距離計において、コム成分の切り出し純度を向上させる

ことにより、周期誤差フリーの測定を実現し、補正なし

で距離240m において1.7マイクロメートルの測定精度

を得た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］フェムト秒レーザー、光コム、変調測距、

距離計、空気屈折率 

 

［テーマ題目５］空間光制御素子を用いた波面制御技術

の計測応用に関する研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］松本 弘一 計測標準研究部門長さ計測

科長さ標準研究室長 

［研究担当者］尾藤 洋一（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 液晶を用いた空間光変調素子を光波干渉計に適用し、

液晶回折格子を電気的にシフトさせることにより、機械

的駆動部がなく、位相シフト量に対する校正を必要とし

ない位相シフト干渉計を実現した。さらに、その位相シ

フト干渉計を2色干渉計に適用し、合成波長約12マイク

ロメートルの2色位相シフト干渉計を実現し、干渉計の

ダイナミックレンジの拡大に成功した。また、液晶空間

光変調素子を2次元のロックイン検波素子として用い、

周波数変調された波面のロックイン検出技術を開発した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］液晶、空間変調器、干渉計 

 

［テーマ題目６］幾何学量の高精度化に関する研究（運

営費交付金） 

［研究代表者］黒澤 富蔵 計測標準研究部門長さ計測

科幾何標準研究室長 

［研究担当者］高辻 利之、土井 琢磨、藤本 弘之、

渡部 司、大澤 尊光、直井 一也、 

三隅伊知子、権太 聡、周 泓、 

前澤 孝一（職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 表面粗さ・段差（幾何学量－1、2）、光学段差（幾何

学量－3）、ロータリエンコーダ（幾何学量－6）、オート
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コリメータ（幾何学量－8）に関しては測定の不確かさ

評価を行い、品質マニュアルを完成させて、ピアレビュ

ーを受けた。光学段差は校正範囲を（0.08～0.2μm）

から（0.02～0.3μm）に拡大した。ポリゴン鏡（幾何

学量－7）の不確かさ評価を行って、依頼試験を開始し

た。真直度（幾何学量－14）と平面度（幾何学量－13）

を立ち上げて依頼試験を開始した。特に、平面度の測定

精度は世界 高で、NHK テレビで紹介された。三次元

測定機（幾何学量－10、11、12）を用いた依頼試験を4

件以上実施した。一次元回折格子（幾何学量－17）を校

正するレーザ干渉計搭載 AFM のレーザ波長校正システ

ムを改善し、研究室で使用している実用安定化 He-Ne
レーザの部署内校正を3件以上行った。これまで標準供

給を宣言した10項目に対して円滑に標準供給できるよう

に設備及び測定環境を整備した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］幾何寸法、微小寸法・微細形状、角度標

準 

 

［テーマ題目７］質量力関連標準の開発と供給（運営費

交付金） 

［研究代表者］上田 和永 計測標準研究部門質量力標

準研究室長 

［研究担当者］山口 幸夫、孫 建新、植木 正明、 

前島 弘、大串 浩司、水島 茂喜、 

林 敏行（職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 質量標準に関しては、前年度までに拡大した1mg～
5200kg の範囲で標準供給を安定的に継続すると共に、

大質量分銅（20kg～5200kg）の校正業務に関して国際

相互承認を得るために不可欠なピアレビューを成功裏に

完了させた。分銅の磁気特性評価装置を開発し、磁気特

性評価の国際比較に参加した。分銅等の表面状態が質量

変化に及ぼす影響に関する研究では、シリコン単結晶表

面への水・エタノール等の吸着・脱着を秤量法により再

現性良く評価し、吸着・脱着モデルを新たに提案した。 

 力標準に関しては、既に供給している10N～20MN の

範囲における力基準機の校正を着実に実施した。全ての

実荷重式力標準機の負荷操作を自動化した上、54kN 力

標準機については自動回転耐圧盤を開発し全自動化した。

高精度力計の性能評価技術に関する研究を継続して行っ

た。また、ISO の技術委員会分科会に参加し、当所で

開発した力計校正における不確かさ評価方法を ISO 規

格に附属させるべく提案を行った。 

 トルク標準に関しては、20kN･m 実荷重式トルク標

準機の開発・評価を完了し、トルクメータの校正範囲の

上限を従来の1kN･m から20kN･m にまで拡大した。並

行して1kN･m 実荷重式トルク標準機の改造も行い、

1kN･m 以下の範囲で新たに参照用トルクレンチの校正

サービスも開始した。トルクのトレーサビリティ制度の

確立に向けて、トルク計測機器の校正に関する技術基準

の整備を関連業界と協力しつつ進めた。 

 重力加速度標準に関しては、新設された国際度量衡委

員会の質量関連量諮問員会重力計測作業部会に参加し、

絶対重力計の国際比較の手順を定める議論に参加した。 

 JCSS トレーサビリティ制度に関しては、質量及び力

の分野で、技術分科会に参加し技術基準の作成や改定並

びに技術的諸問題の解決に協力すると共に、認定審査・

定期検査への技術アドバイザーの派遣、ミリグラム分銅

や大質量分銅の技能試験の運営支援や参照値の提供など

多方面から JCSS 認定機関に協力した。 

 また国際協力の一環として、タイ等の標準研究機関か

らの研修生の受入（力分野）や技術相談（質量・力分

野）に対応した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］質量、力、トルク、重力加速度 

 

［テーマ題目８］圧力真空標準の開発と供給（運営費交

付金） 

［研究代表者］平田 正紘 計測標準研究部門圧力真空

標準研究室長 

［研究担当者］大岩 彰、小畠 時彦、秋道 斉、 

杉沼 茂実、城 真範、新井 健太、 

小島 桃子（職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 特定標準器の光波干渉式標準気圧計が、国際的に 高

の性能を実現・維持できるように整備を進めた。特定副

標準器の重錘型圧力標準器は、Jcss 認定事業者の特定

二次標準器の校正と依頼試験による校正を進めると共に、

高効率化と高精度化を目指した。液体高圧力（10MPa
～100MPa）の APMP 基幹国際比較（APMP.M.P-
K7）を幹事所として運営し仲介器の持ち回りを完了さ

せ、結果報告書の作成を進めた。また、同圧力レンジの

世界規模での基幹比較（CCM.P-K7）にも参加し、測

定を完了した。1Pa～10kPa の微差圧標準を立ち上げ、

依頼試験による校正を開始した。更に、リーク標準の研

究を開始した。圧力と真空の校正業務に関してピアレビ

ューを受け ASNIE 認定を取得した。JCSS 認定制度に

関する協力として、認定審査への技術アドバイザの派遣、

技能試験への参照値の提供、などを行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］光波干渉式標準気圧計、重錘型圧力標準

器、微差圧標準、膨張法 

 

［テーマ題目９］法定計量器の基準適合性評価に関する

業務（運営費交付金） 

［研究代表者］堀田 正美 計測標準研究部門質量計試

験技術室長 

［研究担当者］福田 健一、長野 智博、薊 裕彦 

（職員4名） 
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［研 究 内 容］ 

 質量計に関する法定計量業務（型式承認試験及び基準

器検査）及びはかりの OIML 勧告に従った性能試験を

円滑に業務として実施すると共に試験・検査の信頼性の

確保を図った。また、使用設備の整備及び ISO/ 

IEC17025に準拠した品質システムの整備を行った。

OIML 等が主催する会議、技術委員会への積極的参加

及び海外研修を取り入れ、常に国際基準・規格に対応し

た技術基準の確保に努めた。JCSS 認定については、認

定機関・産業界との連携のもと技術的な協力を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］法定計量、型式承認、OIML、基準器検

査、天びん、分銅 

 

［テーマ題目10］音響標準の開発と供給（運営費交付

金） 

［研究代表者］菊池 恒男 計測標準研究部門音響振動

科音響超音波標準研究室長 

［研究担当者］堀内 竜三、高橋 弘宜、藤森 威、 

蘆原 郁、佐藤 宗純 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 音圧レベルの品質システムを適正に運用する一方で新

たな見直しを行い一層の信頼性向上を目指した。カプラ

補正量の理論値と実測値の整合性を確認するため、寸法

可変のカプラを用いて補正量を実測し理論値との比較を

行った。国際比較については、Ⅱ形標準マイク・音圧感

度基幹比較 CCAUV.A-K3に参加した結果、全参加機関

による校正結果が公表され、NMIJ の結果は他の機関と

十分整合が取れていることが確認できた。またⅠ形標準

マイク・音圧感度国際比較 APMP.AUV.A-K1について

は、幹事研究所としてプロトコルの作成、マイクロホン

の選定その他必要な手続きの準備を行った。タイや台湾

の国立標準研究所に個別に技術的協力を行い先導的な役

割を果した。低周波音に関しては音源として用いる加振

器可動部の振動振幅測定系を構築した。空中超音波に関

しては、機器から放射される空中超音波の音圧レベル、

空中超音波の安全性に対する各国のガイドラインの現状

に関する調査研究を行い、校正装置開発の指針を得た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］音響標準、標準マイクロホン、空中超音

波、超低周波音 

 

［テーマ題目11］高精度超音波校正技術の研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］菊池 恒男 計測標準研究部門音響振動

科音響超音波標準研究室長 

［研究担当者］吉岡 正裕、佐藤 宗純（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 超音波パワー標準については、一次標準である“超音

波振動子の放射コンダクタンス校正装置”のプロトタイ

プをほぼ完成させ、校正周波数帯域内において、不確か

さの評価を総合的に行った。特に“音響流”の影響を定

量評価する手法を提案し、校正周波数帯域内において、

直進流が測定値に対して10-20%程度影響する可能性が

あることを示した。この手法の妥当性を確認するため、

“ハイドロホン走査法”による超音波パワー測定システ

ムを別途構築し、比較検討を行った。 

 一方、超音波音圧標準については、“ハイドロホン感

度校正装置”のプロトタイプをほぼ完成させ、不確かさ

の評価を継続した。不確かさの要因となる一つである

“光検出器の周波数特性校正法”について新規な手法を

提案し、対象となる周波数帯域内において校正の妥当性

を実証し、ハイドロホン校正の不確かさを総合的に算出

した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］超音波パワー、放射コンダクタンス、天

秤法、超音波振動子、ハイドロホン、レ

ーザ干渉計、超音波生体安全性 

 

［テーマ題目12］振動加速度標準の開発と供給（運営費

交付金） 

［研究代表者］臼田 孝 計測標準研究部門音響振動科

強度振動標準研究室 

［研究担当者］大田 明博、石神 民雄（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 校正サービス供給済みの中・高周波領域において、不

確かさの低減、校正の自動化に向けた研究開発を行った。

さらに、現在 JCSS 制度において供給している振動加

速度の範囲を拡大するため、校正技術を研究開発した。

具体的には、空気静圧支持による加振器、高分解能レー

ザ干渉計を研究開発し、評価を行った。さらにこれらを

システム化し、標準としての維持、供給を可能な体制

（不確かさの解析、国際整合性の確認、自動化等）の開

発を進めた。JCSS 振動加速度校正サービス認定希望事

業者に対しては、技能試験を行った。研究成果を国際会

議に1件提出した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］振動加速度、地震計、振動試験、レーザ

干渉計 

 

［テーマ題目13］硬さ標準の開発と供給（運営費交付

金） 

［研究代表者］臼田 孝 計測標準研究部門音響振動科

強度振動標準研究室 

［研究担当者］石田 一、高木 智史、服部浩一郎、 

清野 豊（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 ロックウェル硬さおよびビッカース硬さについて、製

品評価技術基盤機構による試験所認定（ASNITE-
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NMI）を取得した。ロックウェル標準圧子の校正に関

して検討を行い、校正事業者が供給する二次標準圧子の

不確かさの求め方を再構築するとともに、改正審議中の

ISO 規格原案に日本の校正方法を取り入れさせた。

2005年での標準供給を目指し、ブリネル硬さについて標

準機の整備を行った。微小硬さ（マルテンス硬さを含

む）の標準を確立するため、微小荷重、微小変位、圧子

先端形状の計測・校正技術を開発するとともに、校正技

術を利用して市販の微小硬さ試験機の測定不確かさ評価

を行った。具体的には、質量標準（分銅）を用いた微小

荷重の校正技術、レーザ干渉計による押し込み変位の計

測技術の開発、原子間力顕微鏡を用いた圧子先端形状の

精密計測と理論解析による測定値への影響の検討を行い、

共著論文2件を発表した。さらに、各要素の計測技術を

統合し、微小硬さ標準機の試作機を開発した。微小硬さ

標準に関して発表を1件（共著）行った。ブリネル硬さ

の国際基幹比較の幹事所として比較試料の巡回を始めた。

ビッカース硬さの国際比較の幹事所として試料の巡回を

始めた。平成15年度の jcss 校正は、ロックウェル硬さ

に関して3件実施した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］金属材料、材料試験、ロックウェル硬さ、

ビッカース硬さ、極微小硬さ、ナノイン

デンテーション 

 

［テーマ題目14］シャルピー衝撃値標準維持供給（運営

費交付金） 

［研究代表者］臼田 孝 計測標準研究部門音響振動科

強度振動標準研究室 

［研究担当者］山口 幸夫、高木 智史（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 シャルピー衝撃試験は衝撃荷重に対する材料の破壊強

度を測定する材料試験法として、産業界で広く用いられ

ているものである。金属材料のシャルピー衝撃試験の標

準は当研究室で維持されており、依頼試験を通じて産業

界に供給されている。平成15年度は、校正機関への依頼

試験を1件実施した。シャルピー衝撃値の標準供給とと

もに、国際整合性を保証するためのアメリカ、ベルギー、

フランス及び日本の標準研究所4機関（NIST、IRMM、

LNE、NMIJ）による3年間で計7回にわたる継続的国際

比較を行った。これにより、我が国の衝撃標準の国際的

な位置づけを明確に示し、同時に各国の衝撃試験結果を

統一的に扱うための基礎データが蓄積された。また、産

総研が供給する標準値の長期安定性に関する論文1件と、

標準値の不確かさに関する論文1件を発表した。さらに、

標準値を維持・供給するための試験機整備、マニュアル

整備を進めた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］金属材料、材料試験、シャルピー衝撃試

験、シャルピー衝撃値 

［テーマ題目15］温度標準の不確かさ評価の研究（運営

費交付金） 

［研究代表者］櫻井 弘久 温度湿度科付 

［研究担当者］櫻井 弘久（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ITS-90に適用できる中低温用及び高温用標準白金抵

抗温度計を開発・評価し、商品化した。これらを用いて

ITS-90のユニークネスとコンシステンシーを調べ、そ

の不確かさを評価するとともに、低温域の定点を精密に

実現することにより、温度標準の不確かさの新たな要因

を見出した。さらに、温度標準と国際単位系との整合性

を評価するため、熱雑音温度計による熱力学温度の測定

を試みた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］白金抵抗温度計、温度定点、不確かさ、

ノンユニークネス、熱力学温度、1990年

国際温度目盛、ITS-90  
 

［テーマ題目16］抵抗温度計標準の維持供給並びに領域

拡大及び校正の高度化・効率化に関する

技術開発（運営費交付金） 

［研究代表者］新井 優 計測標準研究部門温度湿度科

高温標準研究室長 

［研究担当者］岸本 勇夫、丹波 純、山澤 一彰、 

佐藤 公一、原田 克彦、小泉 功介、 

坂井 宗雄（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 供給中の抵抗温度計温度範囲-40～420℃については、

特定副標準器の校正及び技能試験参照値の供給を行った。

温度定点660℃アルミニウム点については、特定二次標

準器の校正及び技能試験参照値の供給を行った。温度定

点インジウム点について、オープンセルとシールドセル

間の差を測定した。温度定点水銀点については、水銀三

重点セル間の相互比較により差を測定し、この結果をも

とに不確かさ見直しを行った。昨年度に引き続き水の三

重点の CCT 国際比較に参加し、結果を国際度量衡局に

報告した。温度定点962℃銀点の標準を整備するために、

銀の凝固点セルを試作した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］標準、温度、抵抗温度計、温度定点、校

正技術 

 

［テーマ題目17］熱電対標準の確立に関する技術開発

（運営費交付金） 

［研究代表者］新井 優 計測標準研究部門温度湿度科

高温標準研究室長 

［研究担当者］井土 正也、小倉 秀樹、沼尻 治彦、 

増山 茂治、成島 弘一 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
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 熱電対温度定点1085℃銅点、962℃銀点において特定

二次標準器の校正を行った。温度定点1554℃パラジウム

点の定点実現装置の整備を行い、R 熱電対校正の不確か

さ評価を行った。0～1100℃熱電対定点の技能試験参照

値供給開始を目指した整備・不確かさ評価を行った。熱

電対校正用共晶点として共晶点実現炉の試作を行った。

これを用いた鉄-炭素共晶点、コバルト-炭素共晶点にお

ける熱電対校正法の開発を行った。これらの温度定点の

国際比較を目的に、HIMERT プロジェクトに参加した。

熱電対校正業務の品質システムを立ち上げるための技術

文書の作成を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］標準、温度、熱電対、温度定点、校正技

術 

 

［テーマ題目18］次期 ITS 白金抵抗温度計目盛の高精

度化に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］新井 優 計測標準研究部門温度湿度科

高温標準研究室長 

［研究担当者］岸本 勇夫、丹波 純、山澤 一彰、 

河田 明義（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 開発を行っている高温用白金抵抗温度計の1085℃銅点

における安定性評価を行った。絶縁リークの影響を除去

するスペーサ型白金抵抗温度計を製作し、銀凝固点およ

び銅凝固点における安定度を調べた。同型の白金抵抗温

度計を用いて660℃～1085℃の間の絶縁リーク評価を行

った。 

 Na ヒートパイプによる温度計比較装置を評価し、高

温域のノンユニークネスの測定に着手した。圧力制御型

水ヒートパイプによる温度制御装置の改良を行った。こ

れを用いて温度域0℃～157℃の ITS-90のノンユニーク

ネスの精密評価を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］白金抵抗温度計、温度標準、温度制御 

 

［テーマ題目19］低温度標準の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］田村 收 計測標準研究部門温度湿度科

低温標準研究室長 

［研究担当者］島﨑 毅、中野 享、櫻井 弘久、 

鷹巣 幸子、豊田 恵嗣 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 カプセル型 Pt 抵抗温度計校正装置を、複数本同時校

正可能に改良した。RhFe 抵抗温度計標準供給装置用の

第1段冷凍部を製作し、第2段冷凍部用の熱交換器等を試

作・試験した。Hg･Ar･O2の三重点の再現性を確認し

Ne 三重点を実現した。Ne･平衡 H2の三重点と4He 蒸

気圧目盛により補間用気体温度計を校正し4.2K～24K
の目盛を実現した。0.65K～3K の3He 蒸気圧温度目盛

の不確かさ低減のため、熱流入がより小さい構造に装置

を改造した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］カプセル型白金抵抗温度計、補間用気体

温度計、ヘリウム蒸気圧温度目盛、温度

定点 

 

［テーマ題目20］高温域放射温度標準の研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］佐久間 史洋 計測標準研究部門温度湿

度科放射温度標準研究室長 

［研究担当者］山田 善郎、馬 莱娜 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 JCSS 制度による標準供給では、特定副標準器の単色

放射温度計2台及びアルミニウム点黒体1台の校正を行っ

た。また、持ち回り放射温度計に持ち回り後の参照値を

値付けて、持ち回り結果を評価した。0.9μm 放射温度

目盛の APMP 補完比較では中国との比較測定を行った。

0.65μm 放射温度目盛の2国間比較では PTB との比較

測定を行った。更に、衛星搭載放射計 ASTER の機上校

正の監視を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］放射温度標準、APMP 国際比較、高温

域 

 

［テーマ題目21］中低温域放射温度標準技術の研究（運

営費交付金） 

［研究代表者］佐久間 史洋 計測標準研究部門温度湿

度科放射温度標準研究室長 

［研究担当者］石井順太郎、清水祐公子、福崎 知子、 

金子 由香（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 中温域においては、中温域用亜鉛定点黒体炉装置の開

発・評価をおこない、定点黒体炉を用いた中温域赤外標

準放射温度計校正技術の開発を進めた。常温域において

は、新たに0℃以下-30℃までの温度域の比較黒体炉に対

する依頼試験による標準供給を開始した。また、0℃～

100℃の温度域に関しては、品質システムに基づく依頼

試験業務を円滑に実施すると共に、校正技術の高度化を

図った。35℃～42℃の体温域に関しては、品質システム

に基づく依頼試験業務を円滑に実施すると共に、英国

NPL、ドイツ PTB との間において、世界的にも初めて

となる国際比較測定を主導し、輝度温度目盛の不確かさ

レベル及び比較測定技術の妥当性の検証に成功した。さ

らに、アジア諸国における SARS 感染の社会問題化に

対し、シンガポールや台湾などへの標準黒体炉や標準技

術の提供を通じて、感染患者拡大防止への国際協力・貢

献に取り組んだ。 

［分 野 名］標準 
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［キーワード］中温域定点黒体炉、赤外標準放射温度計、

常温域比較黒体炉、耳式体温計 

 

［テーマ題目22］次世代高温度標準に関する研究（運営

費交付金） 

［研究代表者］佐久間 史洋 計測標準研究部門温度湿

度科放射温度標準研究室長 

［研究担当者］山田 善郎、笹嶋 尚彦、王 云芬 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 金属－炭素共晶点の定点温度値の再現性向上・不確か

さ評価法の確立を目指し、Fe-C 共晶点（1153℃）を題

材に共晶凝固・融解現象の実験的検討をした結果、凝固

時に形成される共晶組織の大きさがその後の融解温度に

影響することが始めて明らかになった。HIMERT 諸国

とのるつぼ間国際比較を行い、200ｍK の測定不確かさ

で内の一致を確認した。定点セルの実用性向上を目指し

過共晶多孔質インゴットを用いた頑健セルの製作に成功

したほか、国際度量衡局との熱力学温度値測定の共同プ

ロジェクトを一年の短期間で成功させた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］高温度標準、金属－炭素共晶、高温定点、

不純物、放射温度計、熱電対 

 

［テーマ題目23］耳式体温計の校正試験技術の研究（運

営費交付金） 

［研究代表者］佐久間 史洋 計測標準研究部門温度湿

度科放射温度標準研究室長 

［研究担当者］石井順太郎、福﨑 知子（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 依頼試験による標準供給体制の高度化・効率化を進め

ると共に、品質マニュアルの整備を行い、ピアレビュー

を受けた。また、耳用赤外線体温計 JIS 原案内に記載

されている性能試験項目として重要な環境温度試験方法

に関する実験的検証を行った。日本計量機器工業会耳式

体温計標準技術研究会において、当該 JIS 原案に記載

されている試験方法、並びに、標準供給体系技術につい

て検討し、統一的な試験方法、及び、標準管理方法を文

書化し、当該 JIS 原案附属書（案）内に盛り込んだ。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］耳式体温計、依頼試験 

 

［テーマ題目24］湿度標準の開発と供給（運営費交付

金） 

［研究代表者］北野 寛 計測標準研究部門温度湿度科

湿度標準研究室長 

［研究担当者］越智 信昭、横田 富夫 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 湿度標準供給の範囲拡大の研究を進めている。高温用

湿度発生装置について、発生湿度の不確かさの再評価を

行い、露点+23℃から+85℃までの特定標準器による校正

の準備を完了した。露点-70℃から-10℃については特定

標準器による校正を開始した。校正業務は、11件。

CCT の湿度国際比較に参加した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］湿度、高湿度、低湿度、露点 

 

［テーマ題目25］次世代微量水分標準の開発（運営費交

付金） 

［研究代表者］北野 寛 計測標準研究部門温度湿度科

湿度標準研究室長 

［研究担当者］阿部 恒（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体製造をはじめとする先端技術分野で必要とされ

る気体中の微量水分の標準発生技術の開発を進めている。

キャビティリングダウン分光装置（CRDS）による、

10ppb レベルの水分評価法を検討した。CRDS を用い

て、微量水分発生装置の基本的な特性評価を行った。吸

着水分による影響を 小限に抑えるため、配管および微

量水分発生槽を改良した。大気圧イオン化質量分析装置

（APIMS）による表面吸着水分の評価法を開発した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］微量水分、拡散管、低湿度 

 

［テーマ題目26］気体流量・気体流速標準の研究開発・

維持・供給（運営費交付金） 

［研究代表者］寺尾 吉哉 計測標準研究部門流量計測

科流量標準研究室長 

［研究担当者］中尾 晨一、石橋 雅裕、栗原 昇、 

畑仲 武博（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成14年度に引き続き特定標準器による校正、依頼試

験、技能試験用参照値の供給を行った。また、技術アド

バイザとして製品評価技術基盤機構が行う校正事業者の

認定審査に参加した。 

 気体流量に関しては、5mg/min 以下の標準設定およ

び標準供給のめどが付いた。また、5mg/min 以下

1mg/min までは T 型ノズルを使用すること臨界現象を

使用した流量計測が可能であることも確認された。 

 気体流速に関しては、基幹比較のパイロットラボとし

て CIPM/CCM/WGFF の会合に参加し、基幹比較に用

いられるトランスファスタンダードの特性評価の結果を

発表した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］気体流量・気体流速標準 

 

［テーマ題目27］液体流量体積標準の研究開発・維持・

供給（運営費交付金） 

［研究代表者］寺尾 吉哉 計測標準研究部門流量計測
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科流量標準研究室長 

［研究担当者］佐藤 浩志、福岡 重治、中村ソメコ 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成14年度に引き続き特定標準器による校正、依頼試

験、技能試験用参照値の供給を行った。発電所で用いら

れる流量計の精度向上を目指し、国内電力会社6社との

共同研究を行った。また、大規模な流量計校正設備に関

して概念設計を行い、設備建設の可能性を確認した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］液体流量標準、体積標準 

 

［テーマ題目28］石油流量標準の研究開発・維持・供給

（運営費交付金） 

［研究代表者］寺尾 吉哉 計測標準研究部門流量計測

科流量標準研究室長 

［研究担当者］嶋田 隆司、土井原良次、佐々木貞義、 

武田 一英（職員3名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

 標準整備計画を1年前倒しし、15～300m3/h の範囲で

石油大流量標準供給を開始し、世界でトップレベルの不

確かさ(0.03%)を実現した。また、品質システムの立ち

上げ準備を行い、技術マニュアルを完成させた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］石油流量標準 

 

［テーマ題目29］特定計量器の適合性評価に関する研究

開発・試験検査（運営費交付金） 

［研究代表者］山口 詩希鬼 計測標準研究部門流量計

測科流量計試験技術室長 

［研究担当者］小谷野康宏、菅谷 美行、大谷 怜志、 

高橋 豊、島田 正樹、武内 昭雄、 

草間あゆみ（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 水道メータ－、ガスメータ－用の温湿度試験装置を整

備した。また、法定計量型式承認試験装置のうち、水道

メーター試験装置及び燃料油メーター試験装置類を北セ

ンターに集約し整備した。さらに、積算体積計、熱量計

の法定計量関連試験についての、品質マニュアルの整備

を進めている。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］特定計量器の適合性評価 

 

［テーマ題目30］磁場中測温技術の開発と評価（運営費

交付金） 

［研究代表者］馬場 哲也 計測標準研究部門物性統計

科長 

［研究担当者］奈良 広一（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 強磁場用に開発した水の三重点とアルゴンの三重点に

より温度計の磁場中特性評価を行い、その結果に基づい

て白金温度計に対し水の三重点での磁場中評価結果のみ

から全使用温度域に適用できる補正式を定式化すること

を提案し、アルゴン点でその精度（3%）を実証した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］磁場中測温技術 

 

［テーマ題目31］固体熱物性標準の整備（運営費交付

金） 

［研究代表者］加藤 英幸 計測標準研究部門物性統計

科熱物性標準研究室長 

［研究担当者］山田 修史、竹歳 尚之、渡辺 博道、 

阿子島めぐみ（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 固体熱物性の計測技術と標準物質ならびにデータベー

スを日本の科学技術を支える重要な知的基盤と捉えその

標準整備を行っている。主に固体材料の熱膨張率、熱拡

散率、熱伝導率、比熱容量を対象とし室温を中心に高温

や低温への標準（依頼試験や標準物質）の整備拡充を進

めている。平成15年度は前年度に立ち上げた2件の熱物

性標準（300-1000K の熱膨張率依頼試験と300-1200K
の熱拡散率依頼試験）の品質システムの整備（技術マニ

ュアルの作成）を行いつつ将来的な標準物質化に向けた

均質性評価試験、安定性評価試験、加工依存性評価を継

続して行った。また新たに5-35℃の温度範囲でより高精

度な熱膨張率依頼試験を立ち上げ供給開始の申請を行っ

た。さらに CCL の熱膨張率国際比較にパイロットラボ

として参加し持ち回り標準器となるゲージブロックに値

付けし参加機関に輸送した。翌年度以降の立ち上げを予

定するその他の標準整備項目においては計測装置の開発

や不確かさ評価を中心とした技術開発（高温用レーザフ

ラッシュ熱拡散率計測装置の開発、示差走査熱量法比熱

容量測定技術の開発と標準化、断熱型カロリメータの開

発、定常法熱伝導率計測装置の開発、パルス通電加熱法

の開発、ピコ秒サーモリフレクタンス法薄膜熱拡散率測

定技術）を行いつつ標準物質候補材料の評価を進めた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］固体熱物性標準 

 

［テーマ題目32］分散型熱物性データベースに関する研

究（運営費交付金） 

［研究代表者］馬場 哲也 計測標準研究部門物性統計

科長 

［研究担当者］粥川 洋平、佐々木 緑 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 分散型熱物性データベースマネージメントシステムに

関しては、相関式、推算式を設定し、式で用いられるパ

ラメータを決定するとともに、熱物性データを評価する

機能を開発した。また、熱物性データの収録に関しては、
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主要流体の熱物性データの調査、収録した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］熱物性データベース 

 

［テーマ題目33］密度標準の開発と供給に関する研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］藤井 賢一 計測標準研究部門物性統計

科流体標準研究室長 

［研究担当者］増井 良平、竹中 正美、早稲田 篤、

倉本 直樹、粥川 洋平、福田 健一、

清水 忠雄（職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来、浮ひょうの基準器検査のみによる標準供給を行

ってきたが、近年、固体及び液体の密度計測へのニーズ

が増大し、特に振動式密度計の校正技術とトレーサビリ

ティ制度の確立が強く要望されるようになった。このよ

うな背景から、シリコン固体密度を基準とするトレーサ

ビリティ体系の整備を進めてきた。 

 平成15年度は、固体密度、密度標準液、密度浮ひょう

についての標準供給を継続し、これらの密度標準につい

ては ISO 17025に基づく審査（Peer Review）を受け、

製品評価技術基盤機構による ASNITE-NMI の認定を

取得し、国際相互承認（MRA）の基礎を構築した。

PVT 性質と屈折率の標準については調査研究を実施し、

新しい測定原理に関する調査・検討を行った。国際度量

衡委員会に関連する活動としては、単位諮問委員会

（CCU）、質量関連量諮問委員会（CCM）の作業部会

（WG）議長会議、CODATA 基礎定数タスクグループ

（TG）、CCM アボガドロ定数 WG などに出席し、SI
単位の改訂、国際比較の加速、基礎物理定数の改訂のた

めの作業を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］密度標準 

 

［テーマ題目34］粘度標準の開発と供給に関する研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］藤井 賢一 計測標準研究部門物性統計

科流体標準研究室長 

［研究担当者］倉野 恭充、菜嶋 健司、藤田 佳孝 

（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 平成15年度は、細管式粘度計による粘度標準液の校正

業務（依頼試験）を継続し、拡張された温度範囲（-40

～100℃）での校正業務を開始した。品質マニュアルを

整備し、海外の標準研究機関との情報交換を行い、トレ

ーサビリティ制度の構築を進めた。回転粘度計について

は不確かさの評価を行い、複雑系流体については新たな

非ニュートン粘度標準物質開発のための研究を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］粘度標準 

［テーマ題目35］次世代粘度一次標準の開発に関する研

究（運営費交付金） 

［研究代表者］藤井 賢一 計測標準研究部門物性統計

科流体標準研究室長 

［研究担当者］倉野 恭充、藤田 佳孝、倉本 直樹 

（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 平成15年度は、落球法による粘度の絶対測定を行うた

めに、CCD カメラと追尾システムによる落下速度の絶

対測定、球面フィゾー干渉計による落球形状の絶対測定

のための準備を進め、落球回収機構の試作、恒温槽の性

能評価などを行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］次世代粘度一次標準 

 

［テーマ題目36］不確かさ評価における統計的問題と体

系化に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］榎原 研正 計測標準研究部門物性統計

科応用統計研究室長 

［研究担当者］田中 秀幸、佐藤 浩志（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 不確かさ評価に関して、モンテカルロシミュレーショ

ンを利用した不確かさ解析手法を、歯車形状測定を例と

して適用し、歯形、歯すじ、及びピッチ測定の不確かさ

評価を行った。また、分散分析結果と分散の期待値の表

式から不確かさ成分を計算するアルゴリズムを開発し、

これを組み込んだプログラムベータ版の公開を行った。

さらに産業技術総合研究所内外への不確かさ評価の技術

支援と普及活動を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］不確かさ評価 

 

［テーマ題目37］校正用標準粒子および粉体の開発と供

給（運営費交付金） 

［研究代表者］榎原 研正 計測標準研究部門物性統計

科応用統計研究室長 

［研究担当者］佐藤 輝幸（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 100nm 以上の粒径範囲において、ポリスチレンラテ

ックス標準粒子の粒子密度の高精度測定システムを整備

し、これを当所で開発した計数ミリカン法による単分散

粒子の質量絶対測定法とあわせて、粒径絶対測定ができ

る体制を整備した。またこれを用いた粒径値づけの不確

かさ評価を実施した。さらに、微分型電気移動度分析装

置と光散乱式粒子計数器の直列配置系による、粒径分布

／帯電量の高精度同時決定法の実現可能性を実験的に検

討するため、コロナ放電方式の粒子荷電装置を試作した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］粒径標準 
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［テーマ題目38］直流電圧・抵抗標準、インピーダンス

標準の開発、供給（運営費交付金） 

［研究代表者］桐生 昭吾（計測標準研究部門電磁気計

測科電気標準第一研究室） 

［研究担当者］中村 安宏、木下 攘止、坂本 泰彦、 

村山 泰、西中 英文、岩佐 章夫、 

金子 晋久、浦野 千春、堂前 篤志、 

米永 暁彦、小野 欽子、伊藤弥生美 

（職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国の電気電子情報産業を含む広い産業界に電気標

準（直流、低周波）の供給をするために、標準の維持、

供給、研究開発を行っている。特に、ジョセフソン電圧

標準、量子化ホール抵抗標準を起点とし、直流電圧標準、

直流抵抗標準、インピーダンス標準の整備を行っている。

近年は、特に産業界から強い要請があるインピーダンス

標準の整備を重点的に行っている。第一期中に、直流分

圧器標準1件、抵抗標準1件、キャパシタンス標準4件、

誘導分圧器標準3件、インダクタンス標準1件標準を開

発・供給した。また、直流分圧器標準、抵抗標準、キャ

パシタンス標準、誘導分圧器標準に関して、それぞれ国

際比較に参加した。対外的には、TCEM 議長、国際貢

献、JCSS 制度に対する技術委員などの貢献を行ってい

る。さらに、日本電気計器検定所と共同研究を行いキャ

パシタンス標準の技術的なサポートを行っている。部門

内部については、品質システムの内部監査などの貢献を

行っている。 

 2003年度は、以下の業務を行った。 

(1) 直流電圧標準 

 直流電圧標準に関し、ジョセフソン電圧標準の改

良を行った。ツェナー電圧発生器の経時変化の評価、

および絶縁性の評価を行った。プログラマブルジョ

セフソン素子を用いた定電圧源についてフィージビ

リティスタディを行い特許を出願した。また、6件

の校正業務をなった。 

(2) 直流抵抗標準 

 量子ホール効果抵抗装置に関しては新しい CCC
システムを作製し、不確かさ評価を行った。低抵抗

標準の供給に向けた研究開発を開始した。抵抗標準

（1Ω、10kΩ）に関し6件、高抵抗標準1件の校正

業務を行った。 

(3) インピーダンス標準 

 キャパシタンス標準2件、誘導分圧器標準1件、イ

ンダクタンス標準1件の標準供給を行った。また、

キャパシタンス標準の範囲を0.01、0.1、1μ

F@1592Hz に拡大した。インダクタンス標準

10mH@1592Hz の供給を開始した。キャパシタン

ス標準の高周波領域への範囲拡大、交流抵抗標準の

研究開発に着手した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］直流電圧・抵抗標準、インピーダンス標

準 

 

［テーマ題目39］交流電気標準— 交直変換器（AC/DC）、

交流電力標準の供給（運営費交付金） 

［研究代表者］高橋 邦彦 計測標準研究部門電磁気計

測科電気標準第2研究室長 

［研究担当者］藤木 弘之、佐々木 仁、高島 工 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

(1) AC/DC 標準 

 本研究は交流電圧、電流標準を整備し産業界へ標

準供給することを目的としている。交流電圧、電流

の実効値を精密に測定するためには交直変換器を利

用するのが合理的であるが、その交直差を決定する

ことが必要不可欠である。産総研では、直流及び交

流における交直差評価法を明確に分離し、前者につ

いてはファスト・リバース DC 法を、後者について

は周波数特性が計算可能な交直変換器を各々開発し

た。 

 平成15年度は，これまでに整備した試験電圧範囲

（2V-1000V、10Hz-1MHz）について“産総研で決

定した交直差の値”及び“標準器と被試験器の比較

試験結果”について不確かさの評価、見積もりを行

い、これに基づき品質マニュアルを整備、ピアレビ

ューを受け、国際整合性を確保した。 

 産業界への標準供給は特定副標準器の校正を通じ

実施し、トレーサビリティ制度の整備のため指定校

正機関等における品質マニュアル作成に対し指導、

助言を行った。 

(2) 交流電流比、交流電力標準 

 本研究は、電力の精密計測、変流等の試験、検査

を目的とした交流電流比標準を整備し、それを産業

界に供給することを目的としている。産総研では交

流電流比を実現するためにバイナリ形自己校正電流

比較器を開発し、試験電流、周波数においてその

（同相及び直角相）誤差を実験的に決定している。 

 平成15年度は商用周波数における標準を確立し、

周波数依存性を評価する目的で120Hz までの周波

数範囲について整備した。 

 産業界へは依頼試験を通じ標準を供給（1件）し

た。産業界における精密交流電流比測定技術の普及

及びトレーサビリティ制度の整備を目的に共同研究

を実施し、また関連委員会の運営に協力した。 

 交流電力標準については、産総研で交流ブリッジ

を開発し、標準の構築を目指している。平成15年度

はシステムを稼働させ、A タイプの不確かさの改善

を行った。 

 エネルギー多消費機器でありながら省エネ法にお

ける規制の対象外である電気炊飯器について、その
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適切なエネルギー消費効率の測定方法を確立するた

めのエネルギー消費効率検討会にて審議を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］交流電気標準、交直差、電力、電力量、

変流器、省エネ 

 

［テーマ題目40］高周波計測標準に関する研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］小見山耕司 計測標準研究部門 電磁波

計測科 高周波電磁界標準研究室長 

［研究担当者］井上 武海、中野 洋、 

アントン・ウイダルタ、島岡 一博、 

島田 洋蔵、信太 正明、猪野 欽也、

山村 恭平、石田 佳子、飯村 知子、

宮本 睦子、川上 友暉、加藤 吉彦 

（職員6名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 1GHz までの電圧、18GHz までの同軸線路電力、ピ

ストン減衰器の30MHz 減衰量、10MHz～18GHz の広

帯域同軸減衰量および2GHz～18GHz 雑音温度等の各標

準の JCSS による供給を開始した。10GHz 導波管電力、

10GHz 帯導波管減衰量の各標準の依頼試験による供給

を開始した。これまでの指定校正機関供給業務の産総研

への移管の制度整備と技術的整備を完了した。高周波電

圧、18GHz 帯電力および18GHz 帯減衰量の校正に関し、

ASNITE 認定を取得した。高周波インピーダンスなど

次年度以降の標準供給計画の段階的準備を実施した。 

60MHz、5GHz の減衰量について CIPM 国際比較

（CCEM-RF-K19.CL）に参加した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］高周波、マイクロ波、ミリ波、標準 

 

［テーマ題目41］電磁界・アンテナ計測標準に関する研

究（運営費交付金） 

［研究代表者］小見山耕司 計測標準研究部門 電磁波

計測科 高周波電磁界標準研究室長 

［研究担当者］廣瀬 雅信、森岡 健浩、黒川 悟、 

石居 正典（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイポールアンテナ標準を計量法に基づき jcss 供給

する為の委員会とワーキンググループを立ち上げ、整備

を進めた。さらに150kHz から30MHz のループアンテ

ナについても次年度の供給に向けて標準測定装置の開発

を行った。標準ホーンアンテナの標準測定装置整備を行

って、4GHz から26.5GHz までの依頼試験による標準

供給を開始した。1GHz 帯アンテナ係数の校正に関し、

ASNITE 認定を取得した。広帯域アンテナのログペリ

アンテナについても標準測定装置を設計し、一部を整備

した。また、アンテナ測定への光応用技術開発では光電

界センサを球面走査型近傍界測定法に適用して、有効で

あることを実証した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］電磁界、アンテナ 

 

［テーマ題目42］レーザ標準に関する研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］井上 武海 計測標準研究部門 電磁波

計測科 レーザ標準研究室長 

［研究担当者］向井 誠二、遠藤 道幸、木村 眞次、

福田 大治（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 レーザパワー校正に関する指定校正機関業務の移管に

向けて488nm、633nm および1550nm レーザパワー標準

の整備を完了し、日本品質保証機構（JQA）との比較

測定試験を実施し、不確かさの範囲で一致することを確

認し JCSS 校正の体制整備を完了した。1-10W レベル

の可視・近赤外域レーザパワー標準の開発を進めた。光

ファイバ減衰量標準の開発に関し、測定装置の改良によ

る精度向上、評価を行って標準を確立し、依頼試験を開

始した。レーザパルスエネルギー標準の開発に着手した。

He-Ne レーザの10mW レベルで特定副標準器の校正を

行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］レーザパワー、光ファイバ 

 

［テーマ題目43］光放射標準の開発と供給(運営費交付

金) 

［研究代表者］齊藤 一朗 計測標準研究部門 電磁波

計測科 光放射標準研究室長 

［研究担当者］齋藤 輝文、座間 達也、市野 善朗、

蔀 洋司、神門 賢二（職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 定点黒体炉・高温黒体炉を用いた分光放射輝度・照度

比較校正装置を整備し，分光放射照度の特定副標準器校

正を3件実施するとともに国際比較（CCPR-K1.a）に

参加中。分光拡散反射率（可視域）の依頼試験を3件実

施するとともに，国際比較（CCPR-K5）に参加中。

APMP 国際比較の UV-A 検出器の放射照度応答度に参

加した。分光応答度（紫外、可視、近赤外）の依頼試験

を12件実施するとともに、JCSS 制度への移行のための

供給体制を整えた。極低温放射計用レーザ光源の高品質

化ならびに仲介用検出器の試作を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］測光、光放射 

 

［テーマ題目44］線量標準の開発、設定、供給（運営費

交付金） 

［研究代表者］高田 信久 計測標準研究部門量子放射

科放射線標準研究室主任研究員 

［研究担当者］小山 保二、黒澤 忠弘、納冨 昭弘、
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斎藤 則生、鈴木 功、荒井奈穂子、 

松本 健、（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 γ線標準の BIPM との相互比較結果に基づいて、壁

効果に対する補正係数を、計算による値に変更するとと

もに、技術マニュアルを作成し、ピアレビューを受けて、

ASNITE 認証を取得した。軟 X 線照射線量につき、発

生装置の安定化を図り、エネルギー絶対値の補正値の取

得、再結合係数の測定などにより、標準の再設定を促進

し、中硬 X 線の種々の線質条件での再設定を進めると

ともに、β線吸収線量標準の設定に取り掛かった（181-

185、187-0）。また、約35件の放射線線量計の校正依頼

を受け、認定事業者等に標準供給を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］線量標準、ASNITE、軟 X 線、 
中硬 X 線、γ線 

 

［テーマ題目45］単色 X 線の照射線量絶対測定手法の

開発に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］鈴木 功 計測標準研究部門量子放射科

放射線標準研究室長 

［研究担当者］小池 正記、齋藤 則生（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 気体と X 線の相互作用定数の検討を行い、放射光 X
線用イオンチェンバーでのアルゴンガスを用いた X 線

測定の精密化を図るともに（187-2）、分光器の効率向上

のため、多層膜ミラーの反射率測定装置に改良を加えて、

計算機制御で評価を可能にした。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］単色 X 線、イオンチェンバー、放射光 

 

［テーマ題目46］放射能特定標準器群の維持・向上、お

よび中性子標準の開発・供給（運営費交

付金） 

［研究代表者］桧野 良穂 計測標準研究部門量子放射

科放射能中性子標準研究室長 

［研究担当者］瓜谷 章、原野 英樹、佐藤 泰、 

伊藤 芳浩、片野 元、松本 哲郎 

（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 放射能標準に関して、依頼試験や特定二次標準器

の校正を通じて放射能標準の供給を行い、新規に放

射能面密度標準の供給を開始した(192)。品質シス

テムの確立のため、ピアレビューを実施し、

ASNITE より ISO17025適合の認証を受けた。一方、

CMC 登録項目維持のため、BIPM/CCRI が主催し

た Mn-54、I-125, Am-241などの放射能測定国際

比較に参加した。 

(2) 中性子標準に関して、低中速エネルギーの中性子

フルエンスの標準を確立し、供給を開始する

（198）とともに、中性子場の特性評価の高度化に

関する研究を行った。また、技術マニュアルを作成

し、ピアレビューを受けた。さらに、高速中性子フ

ルエンスの精密エネルギー測定のための高エネルギ

ー分解能スペクトロメータの開発を進めるとともに

（199）、熱中性子測定国際比較参加への準備を行っ

た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］放射能、BIPM/CCRI、中性子、速中性

子フルエンス 

 

［テーマ題目47］無機標準物質に関する研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］日置 昭治 計測標準研究部門無機分析

科 無機標準研究室長 

［研究担当者］野々瀬菜穂子、三浦 勉、鈴木 俊宏、 

加藤 甲壬、西 緑、桜井 文子、 

水谷 淳（職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成15年度には、Ti 標準液の開発のために原料物質

の純度決定および各標準液の調製法および濃度測定法の

開発を行い、さらに、Y、Be の各標準液の開発に着手

した。また、蛍光 X 線分析用標準物質として開発した

FeCr 合金（Cr40%）について、同位体希釈質量分析法、

滴定法、および単色 X 線励起蛍光 X 線分析法による値

付けを行い、認証標準物質として供給を開始した。複数

の CCQM 国際比較に参加し、特に低合金鋼の国際比較

の幹事ラボを務めた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］無機標準物質 

 

［テーマ題目48］pH および電気伝導度の標準確立（運

営費交付金） 

［研究代表者］日置 昭治 計測標準研究部門無機分析

科 無機標準研究室長 

［研究担当者］中村 進、イゴール・マクシモフ 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 Harned セル法による pH 測定の改良を進めシステム

を構築した。このシステムによって、炭酸塩 pH 緩衝液

を除く、他の pH 緩衝液に対して合成標準不確かさ

0.003pH での測定を可能とした。炭酸塩 pH 緩衝液の

CCQM 国際比較に参加した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］pH および電気伝導度の標準 

 

［テーマ題目49］環境分析用組成標準物質および微量分

析技術に関する研究 

［研究代表者］高津 章子 計測標準研究部門無機分析

科環境標準研究室長 
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［研究担当者］鎗田 孝、黒岩 貴芳、稲垣 和三、 

沼田 雅彦、青柳 嘉枝、惠山 栄、 

山崎美佐子、仲間 純子、成川 知弘 

（職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

平成15年度は、PCB および塩素系農薬類分析用底質標

準物質（高濃度）（NMIJ CRM 7304-a）および、二水

準の有害金属分析用河川水標準物質（無添加、添加）

（NMIJ CRM 7201-a および7202-a）を開発した。

PCB および塩素系農薬類分析用底質標準物質（高濃

度）の開発にあたっては、加圧流体抽出法、マイクロ波

加速抽出法や超臨界流体抽出法など複数の抽出法を確立

し、それらの異なる抽出法と同位体希釈－ガスクロマト

グラフ質量分析法の組み合わせによる複数の分析法によ

る値付けを行い、14種類の PCB 同族体および DDT な

どの4種類の塩素系農薬類の濃度を認証した。また、河

川水標準物質開発においては、同位体希釈－ICP 質量

分析法、ICP 質量分析法、原子吸光分析法などを複数

の分析法を用いて微量レベルのカドミウム、鉛、ヒ素、

クロムなど金属元素の濃度を認証した。また、CCQM
国際比較には、底質中トリブチルスズ（CCQM-K28）、

底質中ジブチルスズ（CCQM-P43）、マグロ中水銀、セ

レン、鉛、ヒ素とメチル水銀（CCQM-P39）、生物組織

中有機汚染物質（CCQM-P40）など、標準物質の開発

にあわせて参加した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］環境分析用組成標準物質 

 

［テーマ題目50］有機化学標準の開発・供給(運営費交

付金） 

［研究代表者］加藤 健次 計測標準研究部門有機分析

科有機標準研究室長 

［研究担当者］石川啓一郎、井原 俊英、渡邉 卓朗、 

清水 由隆、松本 信洋、岩澤 良子、

堀本 能之、鮑 新努、新 重光、 

水飼 緑、内田 直子、大塚 聡子、 

大手 洋子、野口 文子、三浦 直子 

（職員6名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 標準ガス及び有機標準物質の供給を目指して研究開発

を行った。標準ガスについては、JCSS による無機・有

機標準ガスの供給を目指して、基準物質となる高純度の

一酸化窒素、二酸化硫黄、アクリロニトリルの開発

(CRM 化)を行った。標準液に関しては、p,p'-DDT 標

準液、p,p'-DDE 標準液、γ-HCH 標準液、これら3種

の混合標準液、ミオイノシトールの熱分析による純度校

正、DDE、DDT、HCH 分析用魚油標準の開発を行っ

た。また、関連した国際比較として6フッ化イオウ、4フ

ッ化炭素の国際比較に参加した。その他、既存のメタン

標準ガス他6種の JCSS 標準ガスの基準物質についても

開発を開始した。ジクロロメタン他27種程度の JCSS
標準液に関する基準物質についても、SI トレーサブル

な純物質の供給を目指した技術的整備をおこなっている。

手法開発としては、標準ガス、標準液の測定法の高度化、

動的発生法などの装置類の整備を行った。また、大気中

PCB を捕集濃縮し、還元して塩化水素として検出する

簡易 PCB モニター装置の試作と改造を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］有機標準液、標準ガス、有機標準物質 

 

［テーマ題目51］界面を利用した高感度計測手法の研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］加藤 健次 計測標準研究部門有機分析

科有機標準研究室長 

［研究担当者］羽田 晴美（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 界面を利用した選択的分析手法について検討を行う。

昨年度に引き続き光導波路分光法を応用した分光分析手

法の開発を行った。具体的には、環境中あるいは生体中

の極微量成分標準物質の高感度測定手法の開発と、高感

度なガス中の水分測定法（露点測定法）の開発を行う。

前者については、導波路の材質について検討を行い、よ

り簡便な分析法への応用を目指し、企業との共同研究を

実施した。後者については、試験用の露点測定装置と水

分発生器の試作を行い、より低濃度での測定を試みた。

表面のコーティングにより-40度以下の露点での水分測

定が可能となった。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］界面を利用した高感度計測 

 

［テーマ題目52］高分子標準物質の開発供給（運営費交

付金） 

［研究代表者］衣笠 晋一 計測標準研究部門有機分析

科高分子標準研究室長 

［研究担当者］齋藤 剛、松山 重倫、島田かより、 

板倉 正尚、岸根 加奈 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子標準物質については、ポリスチレン認証標準物

質2種とポリカーボネート認証標準物質1種の研究開発を

行い供給を開始した。また、ポリカーボネート中のビス

フェノール A 分析用標準物質の開発研究を開始しその

成果を誌上発表した。高分子に対する計測技術の研究に

おいては、サイズ排除クロマトグラフィー／多角度光散

乱 検 出 器 （ SEC/MALLS ） 法 の 高 精 度 化 研 究 、

MALDI-TOFMS の定量性に関する産総研内共同研究の

成果発表と ISO 規格作成に向けて独 BAM および米

NIST との間で作業を行った。さらに、定量 NMR につ

いては、測定結果に対する不確かさ評価の成果を誌上発

表し、CCQM 国際比較へ参加した。 
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［分 野 名］標準 

［キーワード］高分子標準 

 

［テーマ題目53］有機化合物のスペクトルデータベース

シシテム（SDBS）の整備と高度利用化

(運営費交付金） 

［研究代表者］衣笠 晋一 計測標準研究部門有機分析

科高分子標準研究室長 

［研究担当者］齋藤 剛、石川啓一郎、前田 恒昭、 

滝澤 祐子、和佐田宣英、浅井こずえ 

（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 以下の各項目について研究開発を行った：(1)新規化

合物851件について、質量分析スペクトルは2078件、

1H-NMR スペクトルは314件、13C-NMR は323件、赤

外分光スペクトルは309件の新規スペクトルの公開を行

った。また、これと並行して SDBS 化合物辞書の整備

を行った。さらに、新 SDBS ホームページの開発に着

手し、基本仕様を作成した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］有機化合物のスペクトルデータベース 

 

［テーマ題目54］表面・薄膜計測および標準物質の開発

（運営費交付金） 

［研究代表者］小島 勇夫 計測標準研究部門先端材料

科長 

［研究担当者］藤本 俊幸、東 康史、城 昌利、 

福本 夏生、孫 治湖、許 俊華、 

喩 利花（職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 多層膜・極薄膜標準物質の開発にむけて、X 線反射率

法による精密評価技術について基礎研究を行った。その

結果、薄膜構造評価において試料のマクロな形状が膜

厚・密度等に与える影響をシミュレーションによって定

量的に検討し、15mm 角の試料における高さ250nm の

単調な歪みでさえ、評価される密度に8%程度の影響を

与えることを確認した。また、特に極薄膜標準物質の開

発の準備として2～10nm の Si 基板上の SiO2薄膜の X
線反射率測定を行い、エリプソメトリー、X 線光電子分

光実験の結果と比較を行い、表面汚染物評価が膜厚評価

の不確かさ軽減の重要な要素であることを確認した。ま

た、X 線光電子分光分析法による定性分析については分

析分科会においてエネルギー軸の較正法について ISO
規格に準拠した共同実験を実施し、定量分析については

分光器の透過関数補正法について実験および理論の両面

で検討を行った。平成12年度に開発・認証した GaAs/ 
AlAs 超格子標準物質の経時変化測定を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］表面・薄膜計測 

 

［テーマ題目55］マイクロビームによる材料局所分析と

標準物質開発に関する研究(運営費交付

金） 

［研究代表者］梅原 博行 計測標準研究部門先端材料

科材料分析研究室長 

［研究担当者］寺内 信哉、小島 勇夫（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに行われてきたミクロ偏析の少ない鉄合金作

製技術を基に、鉄－クロム合金、鉄－ニッケル合金、鉄

－炭素合金を新たに作製し、これらの試料に対して、バ

ルク材の組成の化学分析及び EPMA を用いて評価を行

い、EPMA 用標準物質として認証した。さらに実用合

金により近い組成を持つ鉄、ニッケル、クロムを含む合

金標準物質開発に向けて検討を開始した。実用合金であ

るステンレス鋼、高ニッケル合金等の作製法の検討を行

い、インコネル及びインバー合金については均質な合金

の作製条件を見いだした。また、電導性を有するホウ化

マグネシウムのスパッタリングによる皮膜作製条件の検

討及びマグネシウム合金膜のスパッタリングによる作製

を行い、膜中の組成の等についてマイクロビームによる

皮膜の解析を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］マイクロビーム、材料局所分析 

 

［テーマ題目56］多次元構造変化・動的過程の in-situ
計測技術(運営費交付金） 

［研究代表者］小島 勇夫 計測標準研究部門先端材料

科長 

［研究担当者］藤本 俊幸、東 康史（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 低エネルギーの光電子を利用した実験室レベルの表面

分析技術を開発し、固体表面を高感度で計測するための

基礎研究を行う目的で、偏光紫外光源の立ち上げのため

の必要な機材の準備を行った。さらに極薄膜や単結晶表

面の外場の変動による物性や構造の動的変化について検

討した。本研究は、薄膜の in-situ 精密計測や、極短時

間における表面動的計測の実現を目指すもので、次世代

の標準開発に役立つことが期待される。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］薄膜、動的計測 

 

［テーマ題目57］荷電粒子による材料分析およびプラズ

マ計測の標準化(運営費交付金） 

［研究代表者］小島 勇夫 計測標準研究部門先端材料

科材料長 

［研究担当者］富樫 寿、平田 浩一、小林 慶規、 

伊藤 賢志（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体など先端材料分野における研究開発を支援する

目的で、イオン注入標準物質、微細空孔標準物質を開発
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するとともに、低温プラズマ中の化学種の分析法の標準

化を目指す。イオン注入標準物質開発では、異なるイオ

ン注入法で作成した低エネルギー砒素イオン注入単結晶

Si 試料の注入元素深さ分布のウエハー面内均一性を調

べ、 適注入条件の絞り込みを行った。また、微細空孔

標準物質の値決めのためのデジタル方式陽電子寿命測定

装置を構築した。さらに、レーザー脱離質量分析による

化学種の定量的計測法の検討および低温プラズマ中の化

学種の測定法の検討を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］材料分析、イオン注入標準物質、微細空

孔標準物質、質量分析 

 

［テーマ題目58］高純度基準物質の開発に関する研究 

［研究代表者］小島 勇夫 計測標準研究部門先端材料

科材料長 

［研究担当者］川原 順一、小林 慶規（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 代表的環境ホルモンと考えられるフタル酸エステル類

を例として、環境ホルモン類の分離精製に対する向流ク

ロマトグラフィーの適用性について検討を進めた。また、

基準物質の精製を進める過程で必要となる微量不純物の

分析法に関し、分析 HPLC の適用を検討し、高感度化

の阻害要因とその解決法に関し幾つかの知見を得た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］高純度基準物質、環境ホルモン、フタル

酸エステル類、分離精製、向流クロマト

グラフィー、分析 HPLC、高感度化 

 

［テーマ題目59］特定計量器の基準適合性評価に関する

業務（運営費交付金） 

［研究代表者］上田 升三 計測標準研究部門計量標準

技術科型式承認技術室長 

［研究担当者］西川 賢二、池上 裕雄、分領 信一、 

木村 守男（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 血圧計、抵抗体温計、ガラス製体温計について、国際

的に認められる技術基準と JIS 規格の整合化を図るた

め、改訂 JIS 原案作成に寄与し、特定計量器検定検査

規則の JIS 化の作業を進めることとしている。 

 また、計量標準総合センター全体で活用できる特定計

量器の型式の承認に関わる認証システム（ガイド65）の

ドキュメントの作成を進め、NMIJ 内での運用、試行を

できるよう構築を進めた。 

 型式承認業務は、当科が担当するアネロイド型血圧計、

抵抗体温計、環境計量器に当たる各種濃度計、振動レベ

ル計等の特定計量器について、概ね50型式について国内

技術基準への適合性を評価するとともに、型式承認軽微

変更届出約80件の承認業務、つくば実施分も含め特定計

量器の事前審査約200件、事前相談約30件を実施した。

また、産業技術総合研究所型式承認試験規程のうち、当

科が担当する特定計量器について、別紙の見直しを行い、

関係事業者等への周知を図った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］特定計量器の基準適合性評価 

 

［テーマ題目60］法定計量業務及び計量標準供給業務

（運営費交付金） 

［研究代表者］中村 勉司 標準研究部門計量標準技術

科校正試験技術室長 

［研究担当者］田中 彰二、田中 洋、上田 雅司、 

戸田 邦彦、浜川 剛、三倉 伸介、 

井上 太、西川 一夫、木村二三夫 

（職員9名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

当科が担当する基準器検査（長さ計、ガラス製温度計、

圧力計、浮ひょう、ガラス製体積計）1511件及び計量器

の型式承認試験（抵抗体温計、電子血圧計）48件、比較

検査（酒精度浮ひょう）150件、検定（ベックマン温度

計）10件及び依頼試験（ガラス製温度計、ガラス製体積

計）8件を実施した。また、当該業務実施区割の見直し

により依頼試験密度浮ひょうの設備移転・整備を終了し

た。実施業務に関する試験・検査品質マニュアル（23品

目）の内、完成したものから順次運用を開始した、平成

16年度にすべて運用する予定である。さらに、非自動は

かりを対象にソフトウェアー検証のために、組み込まれ

ているソフトについて、計量法等の法規制部分との切り

分けを、それに基づきソフトの封印方法の検討・作成し

改竄防止方法を検討した。国内初の非自動はかり組み込

みソフトウェア照合技術のモデルケースを確立した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］法定計量 

 

［テーマ題目61］長さゲージへの標準供給に関する研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］中村 勉司 標準研究部門計量標準技術

科校正試験技術室長 

［研究担当者］三倉 伸介、井上 太（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 直径標準の供給を目的としてリングゲージ及びプラグ

ゲージの校正装置整備を進め、目標とした不確かさ0.4

μm 以内でリングゲージは20mm～200mm、プラグゲ

ージは200mm 以下の校正範囲で ASNITE-NMI 認定と

同時に CIPM peer Review を受け、JCRB Appendix C
への登録をおこなった。品質マニュアルを完成し準備が

整ったので APMP 内での国際比較を開始する予定であ

る。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］長さゲージ 
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②【地球科学情報研究部門】 
（Institute of Geoscience） 

（存続期間：2001.4.1.～） 

 

研究部門長：富樫 茂子 

副研究部門長：村上 裕、宇都 浩三 

総括研究員：松久 幸敬、久保 和也、須藤 茂 

部  門  付：伊藤 久男、鹿野 和彦、中島 隆 

 

所在地：つくば市東1-1-1中央第7 

人 員：88（86）名 

経 費：757,062千円（577,338千円） 

 

概 要： 

 本研究部門の目標は、「地質の調査」を実施するこ

とによって国土の属する日本島弧地域を主要対象に、

地球表層～深部におけるより高次の地球科学的実態の

解明・把握に努め、当該分野の知的資産の形成・知的

基盤の構築・整備に寄与することである。 

 また、特に社会的要請の高い地震・火山などに対す

る国の研究を分担し、中立公正な地球科学情報の提供

を心掛け、国民社会の安寧や産業発展に貢献するもの

である。 

 さらに、国土の地球科学情報の高度化・標準化・総

合化に必要な情報技術の開発・導入を進め、国内外に

一層の成果普及に資するものである。 

 また、国際的な地質調査所ネットワークの中で、我

が国の地質調査研究分野における中核となることを目

指し、日本と関連の深いアジア地域の地質情報整備に

積極的に関わっていく。 

重点研究課題： 

 「地質の調査」における地質情報、地球物理情報、

地球化学情報、地球科学情報解析、地震関連情報及び

火山・マグマ情報に集約した6重点課題を縦軸とし、

新たな戦略的重点課題として地球科学情報の国際標準

化、アジアの地球科学情報高度化、及び先端的地球科

学技術開発を横軸として、研究グループの連携強化を

図る。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人防災科学技術研究所 「大都市大震災軽減

化特別プロジェクト 大深度ボーリング試料による地質

年代調査」 

 

財団法人地球環境産業技術研究機構 「地中貯留サイト

選定のための超臨界 CO2挙動予測ツールを用いたケー

ススタディ」 

 

財団法人データベース振興センター 「G-XML 技術を

用いた電子地質図の高度利用化の研究開発」 

運輸施設整備事業団 「平成15年度大都市における火山

灰災害の影響予測評価に関する研究（火山灰災害の直接

的影響予測システムに関する研究）」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費 「風送ダストの

大気中への供給量評価と気候への影境に関する研究発生

域における風送ダストの大気中への供給量評価／東アジ

ア域の風送ダスト供給量と沈着量」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費 「雲仙火山：科

学掘削による噴火機構とマグマ活動解明のための国際共

同研究／雲仙火山及び島原半島の火山発達史並びに3次

元構造モデル化の研究／雲仙火山形成史及び島原半島地

質構造の解明／火山体形成史とマグマ進化の解明」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費 「地震災害軽減

のための強震動予測マスターモデルに関する研究／予測

のための伝搬特性・サイト特性のモデル化／反射法記録

による速度構造のモデル化手法」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費 「陸域震源断層

の深部すべり過程のモデル化に関する総合研究／下部地

殻内の変形機構に関する研究／地質学的解析による深部

断層岩の解析」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）新規「二酸化炭素収支のモデルによる予測

のための情報基盤整備」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「地球化学図による全国的な有害元素

のバックグラウンドと環境汚染評価手法の高度化に関す

る研究」 

 

経済産業省 知的基盤課 地球環境遠隔探査技術等調査

研究委託費「将来型衛星による災害監視情報の高度複合

システムに関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「完新世における琵琶湖

水位変動の復元」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「噴火様式の進化に関

する研究」 

 

発 表：誌上発表138（107）件、口頭発表448（189）件、 

その他160件 

-------------------------------------------------------------------------- 
堆積層序システム研究グループ 

（Sedimentary Geology Group） 
研究グループ長：木村 克己 
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（つくば中央第7） 

 

複合構造システム研究グループ 

（Tectonics Group） 

研究グループ長：竹内 圭史 

（つくば中央第7） 

 

火山複合システム研究グループ 

（Volcanic System Research Group） 
研究グループ長：中野 俊 

（つくば中央第7） 

 

深成変成システム研究グループ 

（Plutonic and Metamorphic Geology Group） 
研究グループ長：松浦 浩久 

（つくば中央第7） 

 

地質統合研究グループ 

（Integrated Geology Group） 
研究グループ長：尾崎 正紀 

（つくば中央第7） 

 

複合年代層序研究グループ 

（Integrated Bio-and Chronostratigraphy Group） 
研究グループ長：柳沢 幸夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 上記の6研究グループは「地質の調査」ミッション

の基幹研究である地質図に関連した研究を協力して行

っており、テーマは以下の3つに大きく区分できる。

1）「地質図・地球科学図の作成」：日本列島の地質学

的実態の解明・把握を行い、その成果を5万分の1地質

図幅をはじめとする各種地質図幅等のマップ情報とし

て作成・公開する。2）「情報の数値化・標準化・デー

タベース整備」：地質図情報の有効利用のための各種

検討を行い、情報の利便性の向上を図ると共に知的基

盤として整備する。3）「地質の調査のための基盤的基

礎的研究」：複雑な地質構造を示す日本列島の、今な

お課題として残されている地史未詳地質体について、

層序学・岩石学・構造地質学・古生物学・放射年代学

などの様々な地球科学的手法を駆使して総合的に地質

現象を把握する。中でも平野地下に伏在する沖積層に

ついては探査・分析技術の開発とともに、物理探査・

地盤工学等の専門分野融合的な研究を実施し、層序・

堆積物物性・埋没地形・堆積環境の高精度な解析を行

う。また、放射年代・生層序など様々な地質年代層序

の信頼性及び分解能の向上と複合に関する基礎的研究

を行い、標準複合年代層序の枠組みを構築して、地質

の調査のための基盤を提供する。今年度は、年代指標

となる広域火山灰層序と生層序を複合する研究を開始

し、新潟及び福島地域の年代層序の精緻化に寄与する

ことができた。 

 研究の実施に当たっては、6研究グループが中心と

なり、本研究部門の総括研究員や部門付き及び他研究

グループ員、他研究ユニットの研究員、大学等の外部

研究機関の研究者との協力体制をとっている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

地球物理情報研究グループ 

（Geophysical Mapping Research Group） 
研究グループ長：大熊 茂雄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 知的基盤情報課題として、全国規模の地球物理デー

タを統一的なデータ取得・処理により収集・蓄積し、

各種地球物理図の編集・出版と地球物理データベース

の構築・公開を行う。技術開発課題として、火山災害

軽減研究のため、空中磁気探査の機器開発と山体安定

性評価手法の確立を行う。これら重要課題を支える根

幹としての基礎研究・データ取得を充実させる。また

研究を世界レベルに保つよう努め、国内外で共同研

究・協力を実施し、国・自治体・学会等にも貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 

地殻構造研究グループ 

（Tectonophysics Group） 
研究グループ長：横倉 隆伸 

(つくば中央第7) 

概 要： 

 本グループの重要課題として、強震動予測研究のた

めに必要とされる地下深部から基盤に到るまでの S
波速度構造の探査･解析手法の確立を行い、大都市圏

精密基盤構造図作成に向けた仕様の検討・データの収

集を行う。これら重要課題を支える根幹としての基礎

研究・データ取得を充実させる。特に地下深部の不均

質構造探査をキーワードとして、種々の探査手法を組

み合わせて不均質構造の相互関係などを検討する。ま

た研究を世界レベルに保つよう努め、国内外で共同研

究･協力を実施し、国･自治体･学会等にも貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 
研究グループ長：今井 登 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球化学情報の集積・活用と高度な分析技術の開発

を目的とし、全国版200万分の1等の地球化学図作成、
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風送ダスト、地球化学標準試料、地球化学情報のデー

タベース化、これらに必要な高度な分析技術の開発を

行った。 近の土壌汚染に対する関心の高まりを受け

て、全国をカバーする地球化学図を作成し地球化学図

を利用した有害元素等のバックグラウンド値の評価を

行うとともに、中国－日本間の地球化学サイクルにお

ける風送ダストの観測、岩石標準試料の整備とデータ

ベース化、標準値の設定を行った。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９、テーマ題目

10 

 

微小領域同位体研究グループ 

（Micro-scale Isotope Geochemistry Group） 
研究グループ長：森下 祐一 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質現象を支配するミクロなプロセスの解明には、

微小領域の同位体比分析が不可欠である。当研究グル

ープでは、二次イオン質量分析法（SIMS）を用いた

鉱物の微小領域精密同位体分析法の開発を進め、その

他の分析手法も用いて、火山活動や鉱床生成に関連し

たマグマ－熱水系の研究や地球環境変遷の解読、更に

は惑星集積進化に関する研究など、地球科学における

重要な研究課題の中でも、空間分解能が低い等の測定

法の制約により従来研究が進まなかった未踏課題の解

明を行なう。 

 火山の噴火メカニズム研究や鉱物資源探査等の社会

的に重要な課題を見据えつつ、基礎的研究の成果に基

づき知的基盤を構築します。また、高感度・高質量分

解能の大型 SIMS に関する共通の研究手法を基盤と

して幅広い分野の課題に対応し、分野横断的な研究を

目指します。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

地震地下水研究グループ 

（Tectono-Hydrology Research Group） 
研究グループ長：小泉 尚嗣 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 国の地震予知事業および地震調査研究業務を分担し、

地殻活動と地下水変動の関係を解明するために、地下

水等の観測・研究業務を行っており、地震および火山

活動に関連する地下水変化における日本の中核的研究

グループである。東海・近畿地域を中心に、全国に40

以上の観測井を展開し、地下水の水位・自噴量・水

温・水質・ラドン濃度等の観測とともに、一部の観測

点では、歪・GPS・傾斜計等による地殻変動の同時

観測も行っている。これは、地震予知研究のための地

下水観測網としては質・量において世界有数のもので

ある。観測データは電話回線を通じて当グループに送

信され（一部重要データは気象庁にもリアルタイムで

送られて東海地震予知のための監視データとなってい

て）、地下水等の変動メカニズム解明のための研究が

行われている。観測結果はデータベース化を図りつつ、

解析手法とともにホームページを通じて公開しており、

地震防災対策強化地域判定会（東海地震の予知判定を

行う気象庁長官の諮問機関）・地震予知連絡会・地震

調査委員会（地震調査研究推進本部）に定期的にデー

タを報告・説明している。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

地震発生過程研究グループ 

（Earthquake Process Research Group） 
研究グループ長：桑原 保人 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 本研究グループは地震被害軽減のため、地震発生か

ら強震動生成までの各過程において、活断層深部で起

こる現象の現実的なモデルを作成することを目的に研

究を行っている。地震調査研究推進本部、測地学審議

会の建議の指針に基づいた国の地震調査研究の一翼を

担っており、グループの成果は国の地震調査、観測に

フィードバックされる。地質学、地球物理学、地震学

の各分野の研究者の融合により、新しい観点からの地

震、地震動の発生予測を目指している。活断層深部構

造解明のための地震学的、地球物理学的構造調査、断

層破砕帯の変形過程解明のための詳細な地質学的調査、

地殻下部の高温高圧環境を実現できる世界有数の実験

装置を使用した変形実験等を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

実験地震学研究グループ 

（Experimental Earthquake Physics Group） 
研究グループ長：佐藤 隆司 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻物質の流動・破壊・摩擦機構に関する室内岩石

実験を系統的に実施し、得られた知見にもとづき地殻

変動のモデルを高度化する。さらに、数値シミュレー

ション手法の開発等の研究をとおして、地震発生およ

び岩盤破壊に先駆する変動の予測精度向上に寄与する

ことを目指す。 

 実験的研究とそれにもとづくモデル化や数値シミュ

レーションに関する研究は、密接な連携を保ちつつ進

める必要がある。本研究グループは、一つのグループ

内でこれらの研究を行うことのできる数少ないグルー

プのひとつである。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

火山活動研究グループ 
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（Volcanic Activity Research Group） 
研究グループ長：宇都 浩三 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 国の火山噴火予知計画の一翼を担い、活動的火山の

噴火履歴を明らかにすると共に火山地質図を作成し日

本の第四紀火山活動の時間空間分布を明らかにする研

究の実施を目的としている。また、火山噴火あるいは

火山活動時においては、社会的要請に応えるための組

織的かつ機動的な緊急調査を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 
研究グループ長：篠原 宏志 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 短期的火山噴火予知・活動推移予測の基礎となる、

噴火機構・マグマ供給系の物理化学モデルの構築を目

指し、マグマ系における化学反応・力学過程などの素

過程の実験・理論的研究と活動的火山の観測・調査に

基づくマグマ活動の把握およびモデル構築を行う。具

体的には、火山ガス放出量・組成観測、放熱量観測、

地殻変動観測など活火山の観測研究と、メルト包有物

や斑晶組織・組成の解析によるマグマの性質と進化の

研究、地質調査に基づく岩脈貫入や噴火時系列の解析、

高温高圧実験やアナログ物質を用いた模擬実験などに

よる素過程の解析などを実施する。研究成果は火山噴

火予知連にも報告され、火山活動の評価などの基礎資

料としても用いられる。 

研究テーマ：研究題目14 

 

アジア地圏情報研究グループ 

（Asian Geoinformation Research Group） 
研究グループ長：脇田 浩二 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 東・東南アジアを中心とし北東アジア及び南西アジ

アまで視野に入れて、地球科学情報を収集・解析する。

さらに、データを数値化し、地理情報システムで解析

する応用技術の研究を推進する。 

 アジアの地質は多様であり、日本とは地質学的に密

接な関係がある部分と、大きく異なる部分とがありま

す。当研究グループでは、長期の派遣を含む国際共同

研究に基づいた幅広い情報収集により、アジアにおけ

るさまざまな地球科学情報を編集し、数値地質図や

CD-ROM のかたちで社会へ発信していく。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

情報解析研究グループ 

（Information Research Group） 
研究グループ長：村田 泰章 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球科学情報の高度利用と多様な発信についての研

究は、産総研で推進している「第2種基礎研究」の典

型的な例であり、地球科学情報研究部門の重点研究課

題の一つとして「地球科学的情報については、迅速か

つわかりやすい形で提供する方法を研究する」と、ポ

リシーステートメントの中で述べられている。また、

社会からも、ニーズに対応した多種類・多機能な地球

科学情報の基盤構築と創出に資するための地球科学情

報のデータベース化、特にその総合化が求められてい

る。当研究グループは、この地球科学情報の高度化・

総合化に関する研究を分担し、国際的レベルへの到達

を目標とする。当研究グループは、研究目標達成のた

めに、日本および周辺地域の統合地球科学データベー

スのモデルの構築・公表、その高度化研究、数理地質

学・統計学的な情報処理研究、地球科学情報収集・利

用技術に係わる研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目16 

 

地質リモートセンシング研究グループ 

（Geologic Remote Sensing Research Group） 
研究グループ長：村上 裕 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 衛星データを活用し、地球科学情報の創出ならびに

知的基盤情報の拡充を通じて、国土の有効利用および

地質災害の軽減を研究目的として、地質リモートセン

シングの研究を実施する。新たな地質情報基盤の拡充

を目指した火山衛星画像データベースの構築ならびに

地盤変動図の作成に関する研究など、防災上欠かせな

い情報の提供に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目17 

 

地質標本研究グループ 

（Mineralogy and Paleontology Research Group） 
研究グループ長：奥山 康子 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 成果普及部門地質標本館を学術面から支援する研究

グループである。地質標本館登録の多様な地質標本に

ついて、地質年代と古環境の標準的指標を導き、地球

構成物質の多様性を解明する地球科学的研究を行って

いる。これにより、経済産業省および産業技術総合研

究所のミッションのひとつである「地質の調査」につ

いての、基礎的・基盤的データを提供する。また、地

球科学的諸計測のための標準岩石試料の開発をめざす。 

研究テーマ：テーマ題目18、テーマ題目19、テーマ題目
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20、テーマ題目21、テーマ題目22 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］［地質図・地球科学図の作成］（運営費

交付金） 

［研究代表者］木村 克己、竹内 圭史、中野 俊、 

松浦 浩久、尾崎 正紀、柳沢 幸夫 

［研究担当者］木村 克己、宮地 良典、長森 英明、 

植木 岳雪、小松原 琢、竹内 圭史、 

中江 訓、斎藤 眞、原 英俊、 

中野 俊、土谷 信之、吉川 敏之、 

古川 竜太、石塚 吉浩、松浦 浩久、 

高橋 浩、宮崎 一博、西岡 芳晴、 

尾崎 正紀、巖谷 敏光、宝田 普治、 

吉田 史郎、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、 

渡辺 真人、久保 和也、鹿野 和彦、 

栗本 史雄、牧本 博、酒井 彰 

（職員29名、その他68名） 

［研 究 内 容］ 

 5万分の1地質図幅に関しては、冠山、五條を始めとす

る25地域の地質調査を当初計画に基づき進捗させた。須

原、宮下、八甲田山、綾里、開聞岳、木更津の6地域の

図幅について地質原図及び原稿を完成した。 

 20万分の1地質図幅については、白河、山口を始めと

する6地域の地質調査を進捗させた。開聞岳、甑島の2地

域と、豊橋及び伊良湖岬地域の1地域の改訂版の地質原

図・原稿を完成させた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］5万分の1地質図、20万分の1地質図 

 

［テーマ題目２］［情報の数値化・標準化・データベー

ス整備］（運営費交付金） 

［研究代表者］木村 克己、竹内 圭史、中野 俊、 

松浦 浩久、尾崎 正紀、柳沢 幸夫 

［研究担当者］木村 克己、宮地 良典、長森 英明、 

植木 岳雪、小松原 琢、竹内 圭史、 

中江 訓、斎藤 眞、原 英俊、 

中野 俊、土谷 信之、吉川 敏之、 

古川 竜太、石塚 吉浩、松浦 浩久、 

高橋 浩、宮崎 一博、西岡 芳晴、 

尾崎 正紀、巖谷 敏光、宝田 普治、 

吉田 史郎、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、 

渡辺 真人、久保 和也、鹿野 和彦、 

栗本 史雄、牧本 博、酒井 彰 

（職員29名、その他68名） 

［研 究 内 容］ 

 地質図幅のベクトル化に関しては、1/5万地質図幅70

地域について実施した結果1961年発行分まで遡ってベク

トル化を終了し、データファイルを整備した。また、20

万分の1数値図幅集として「東北」「関東甲信越及び伊豆

小笠原諸島」を発行した。 

 地質図文献データベースの研究として、5万分の1地質

図幅未刊地域に係わるデータベースのため、数値地図と

地質図画像100枚の位置合わせを行ないデータの蓄積を

進めた。 

 地層名検索データベースの研究においては、既存デー

タファイルを作成公開し辞書機能を付加したほか、地層

名新規登録・更新の継続、第四紀火山・火成岩データベ

ースの継続的更新、変成岩検索データベースの新規作成

を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］データベース、シームレス地質図、数値

地質図 

 

［テーマ題目３］［地質の調査のための基盤的基礎的研

究］（運営費交付金） 

［研究代表者］木村 克己、尾崎 正紀、柳沢 幸夫 

［研究担当者］木村 克己、宮地 良典、長森 英明、 

植木 岳雪、小松原 琢、竹内 圭史、 

中江 訓、斎藤 眞、原 英俊、 

中野 俊、土谷 信之、吉川 敏之、 

古川 竜太、石塚 吉浩、松浦 浩久、 

高橋 浩、宮崎 一博、西岡 芳晴、 

尾崎 正紀、巖谷 敏光、宝田 普治、 

吉田 史郎、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、 

渡辺 真人（職員24名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 島弧地質の研究では、多岐にわたる基盤的基礎的研究

5テーマ、すなわち地震に伴う地形変化、変動堆積盆、

堆積盆発達史、噴火現象の特性解析、マイロナイト帯に

ついて、以下の調査・分析を行い研究成果を得た。1) 

北海道の 近の火山堆積物として1929年駒ヶ岳火山、

2000年有珠火山堆積物を検討して火砕流のメカニズムと

水蒸気爆発の時系列変化を明らかにした。2) 近畿地域

の第四紀堆積盆地の近江盆地と京都盆地について、ボー

リング調査と既存資料の整理等を実施して、AT テフラ

の分布の概要と沖積層の層序を明らかにした。3) 糸魚

川－静岡構造線に関連して、巨大地すべり堆積物の認定

とそれが約7万年前に発生したことを明らかにした。4) 

棚倉構造線周辺のマイロナイトの野外調査を実施し構造

解析を開始した。 

 平野地下地質の研究では、東京低地と中川低地の沖積

層の標準層序を確立し岩相・堆積相の地域的変化を明ら

かにするために、東京都江戸川区小松川地区と埼玉県草

加市柿木地区の2地点で層序ボーリング調査（60-70m
長）と物理検層を行うとともに、既存のボーリングコア

も含め合計6本、350m 長の堆積物コアの高精度解析を

実施した。また、地下の地質・構造を3次元的に明らか

にするために、調査地域内の自治体等の協力を得て既存

の土木ボーリング資料を収集し、そのうち1,500本のボ

ーリングデータについて数値化しデータベースとして整
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理した。その結果、東京低地中流から中川中流域にかけ

て、沖積層の標準となる層序と堆積システムを確立し、

埋没谷地形の概要をとりまとめた。 

 複合年代層序の研究では、微化石層序、古地磁気層序

および放射年代のさらなる精度の向上と複合を進めると

ともに、広域火山灰層を含む火山灰層序や同位体層序も

統合して、新第三紀における標準複合年代尺度の汎用性

を高めることを目標に研究を実施した。その結果、後期

中新世において年代指標となる広域火山灰層序と生層序

を統合し、新潟及び福島地域の年代層序の精緻化に寄与

することができた。また、北大西洋の中期中新世同位体

層序を 新の古地磁気年代層序に基づいて年代を再計算

し、複合年代尺度に統合した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］島弧、標準年代尺度、年代層序、平野地

下地質 

 

［テーマ題目４］［地球物理図の編集とデータベースの

構築に関わる研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］大熊 茂雄 

［研究担当者］大熊 茂雄、駒澤 正夫、森尻 理恵、 

中塚 正、村田 泰章、名和 一成、 

牧野 雅彦、石原 丈実 

（職員8名、その他4名） 

［研 究 内 容］ 

１．重力基本図の研究：20万分の1重力図「鹿児島地

域」および「宮崎地域」を完成するとともに、九州

および中国・四国地域で重力調査を実施した。数値

目標に加えて、基礎研究の成果として日本重力

CD-ROM の第2版を完成した。 

２．空中磁気図の研究：地殻活動域の空中磁気図とし

て、神戸－京都地域高分解能空中磁気異常図を完成

した。 

３．日本全国空中磁気データベースの研究：データベ

ース構築のため、産総研（地質調査所）・NEDO デ

ータの統一的処理を実施し、登載データを完成した。

また、データベース構造の検討を終え、データハン

ドリングソフトウェアの開発を開始した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地球物理図、重力図、空中磁気図、岩石

物性、地球物理データベース 

 

［テーマ題目５］［空中物理探査による火山の山体安定

性評価手法の開発に関する研究］（運営

費交付金） 

［研究代表者］大熊 茂雄 

［研究担当者］大熊 茂雄、広島 俊男、駒澤 正夫、 

中塚 正、斎藤 英二、中野 俊、 

内田 利弘、杉原 光彦 

（職員8名、その他4名） 

［研 究 内 容］ 

 高標高・急峻な火山で調査飛行可能なヘリコプターを

用いた高分解能空中磁気探査システムを構築し、富士火

山で調査飛行を成功させた。一方、有珠火山で重力の集

中調査を行い、火山地域地球物理総合図に必要なデータ

の整備を図った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山、有珠火山、山体崩壊、空中物理探

査、重力探査、火山地域地球物理総合図、

火山災害の軽減 

 

［テーマ題目６］［地球物理学的手法によるイタリア火

山の活動推移評価に関する研究］（運営

費交付金） 

［研究代表者］大熊 茂雄 

［研究担当者］大熊 茂雄、駒澤 正夫、中塚 正、 

中野 俊、杉原 光彦、牧野 雅彦 

（職員6名、その他3名） 

［研 究 内 容］ 

 オーストリア地質調査所（GBA）との国際共同研究

により、イタリア・エオリア諸島において当該地域の地

下構造を調査するため、2004年3月にリパリ島で重力調

査を実施した。ブルカノ−リパリ地域およびストロンボ

リ地域については、既存空中磁気データの再検討を行い、

詳細な空中磁気異常図を作成し、この結果を国際学会で

発表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山、エオリア諸島、ブルカノ火山、リ

パリ火山、ストロンボリ火山、空中物理

探査、火山災害の軽減 

 

［テーマ題目７］［地殻構造の研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］横倉 隆伸 

［研究担当者］横倉 隆伸、加野 直巳、山口 和雄、 

田中 明子、大滝 壽樹、伊藤 忍、 

駒沢 正夫、横田 俊之（地圏資源環境

研究部門）、高倉 伸一（地圏資源環境

研究部門）（職員9名、その他8名） 

［研 究 内 容］ 

１．都市圏精密基盤構造図および衛星地盤変動図作成

手法に関する研究：京都盆地南部で重力調査と反射

法データをコントロールポイントとした詳細基盤構

造を解析し、従来に比べ基盤が凹凸に富み、縁辺部

が急傾斜であることを示した。自治体等のデータと

併せ、つくば市～東京湾に至る首都圏南北トランセ

クトを完成し、基盤構造を解明した。東西トランセ

クトに関し、利根運河沿いデータの解析・吉川市～

越谷市域反射法調査を実施し、堆積構造・基盤構造

を解明した。また関東平野北西部のデータをとりま

とめた。衛星レーダー干渉測定法の解析手法を、解
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析対象領域の地形・植生などの状況 に応じて、L-
band と C-band という波長域の異なるデータを用

いることにより 適化した。 

２．地殻深部の不均質構造および海底付近の物質循環

に関する研究：地殻内温度構造の不均質性に関わる

基礎研究の成果として数値地質図「日本列島及びそ

の周辺域の地温勾配及び地殻熱流量データベース」

を作成した。表面波トモグラフィにより、南西アジ

アにおいて従来よりも高分解能の構造を解析した。

自転軸周辺での内核外核境界付近の地震波速度構造

を解明した。震源モデルを仮定しないで非弾性減衰

係数を求める手法を開発し、長野県西部の地震に適

用した。海底熱水循環系の物理的プロセスに関して、

定量的解釈に重要なデータ較正に問題を生じたが、

これを実験前後の補足実験を行い、キャリブレーシ

ョン・ファクターを決定することにより克服した。

また今年度設置の場に 適なように、Medusa 型熱

水流速計の仕様変更などを行い、南マリアナ海底熱

水系において熱水の温度と流量を観測した。 

３．平野部の深部地下構造に関する研究：複雑な場お

よび基盤深度が2500m 程度の PS 変換波反射法デー

タの解析を終了し、昨年度の解析結果をとりまとめ

た。深部反射法・浅部反射法・ボーリング等のデー

タを総合し、京都盆地南部の丘陵-低地境界に活断

層が存在する可能性を指摘した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］大都市圏精密基盤構造図、平野部、基盤

構造、衛星地盤変動図、地殻深部、不均

質構造 

 

［テーマ題目８］［地球化学図の研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］今井 登 

［研究担当者］今井 登、寺島 滋、岡井 貴司、 

御子柴真澄、太田 充恒、立花 好子、 

富樫 茂子、松久 幸敬、金井 豊、 

上岡 晃、谷口 政碩 

（職員10名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 日本全土における地球化学図を用いて、有害元素の広

域分布と地域の地質特性等諸要因を総合的に解析してバ

ックグラウンド値の評価を行う解析・評価法を検討した。

地理情報システム上に元素の分布と各種の背景データを

重ね合わせ、両者の相関と統計解析を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地球化学図、河川堆積物、環境汚染、有

害元素 

 

［テーマ題目９］［地球化学サイクルにおける風送ダス

トの研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］金井 豊 

［研究担当者］金井 豊、太田 充恒、上岡 晃、 

寺島 滋、今井 登、松久 幸敬、 

金井三千代、清水 洋、高橋 嘉夫 

（職員6名、その他3名） 

［研 究 内 容］ 

 中国東部から日本への長距離輸送途上に当たる北京、

青島、沖縄、福岡、名古屋、つくばの6観測点の集中観

測を行うとともに、これまでのダスト濃度に関する観測

結果を整理して、粒度分布・鉱物組成・化学組成分析等

の結果の解析を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］風送ダスト、地球化学サイクル、粒度分

布、鉱物組成、化学組成 

 

［テーマ題目10］［地球化学標準試料の研究］（運営費交

付金） 

［研究代表者］今井 登 

［研究担当者］今井 登、寺島 滋、太田 充恒、 

岡井 貴司、御子柴真澄、谷口 政碩 

（職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 あらゆる地質関連試料の分析の基礎となる地球化学標

準試料として火成岩標準試料を新たに1個（JB-3a：富

士山玄武岩）作成した。この試料の主成分及び微量成分

元素について共同分析を行って標準値を設定した。また、

分析法の検討として既調製試料の主・微量成分の精密分

析を実施し、標準試料の各種情報をデータベースとして

インターネット上で公開した。さらに、標準試料の

ISO 対応のため ISO に準拠した標準試料の作成法の検

討と ISO 認証値を得るための作業を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］標準試料、岩石、鉱物、堆積物、化学組

成、同位体 

 

［テーマ題目11］［微小領域同位体に関する研究］（運営

費交付金） 

［研究代表者］森下 祐一 

［研究担当者］森下 祐一、小笠原正継、木多 紀子、 

古宮 正利、清水 徹 

（職員5名、その他3名） 

［研究分担者］富樫 茂子、松久 幸敬、岡井 貴司、 

御子柴真澄、斎藤 元治、東宮 昭彦、 

宮城 磯治 

［研 究 内 容］ 

 地球環境の変遷や地球規模での地質現象を解明するた

めには、太陽系の一員としての地球の成り立ちを念頭に

置いて研究を進めることが必要である。この視点での地

球科学は近年急速に進展しており、我が国としても高度

な知的基盤を構築して国際的に貢献することが求められ

ている。地球科学では多種の微細な鉱物からなる岩石試
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料や、鉱物内に複雑な構造を持つ試料を扱う必要がある。

このような地質試料を簡単な系で代表させることは困難

であり、複雑な系から成る地質不均質系を解明するため

には、微小領域において現象の本質を研究する必要があ

る。 

 太陽系の惑星形成過程を解明する研究として、半減期

73万年の短寿命核種である26Al を用い、隕石コンドル

ール等の26Al-26Mg 年代の高精度化・統計的データ収

集の研究を行なった。これは、原始惑星系円盤の進化史

を解明するため、SIMS を用いて隕石コンドリュールの

100万年以下の高精度年代測定を行なうものである。

26Al-26Mg 年代を詳細な岩石学的記載・化学組成に対

応させて求めたほか、火星における火成活動の化学的進

化モデルを構築した。 

 メルト包有物の硫黄同位体比測定は国際的にも先駆的

な研究であるが、標準ガラス試料作成の予備実験を行な

い、SIMS 分析を行った。また、近赤外線顕微鏡による

流体包有物解析等を行ない、重金属元素濃集に高塩濃度

熱水が関与した事を明らかにした。一方、異常気象等に

よりサンゴの生育が著しく阻害された試料について、白

化が起きた時期を含む成長区間について SIMS による

微小領域分析を行い、主要成分含有量の変動を調べた。 

 近年、同位体濃縮 Si の熱物性が重要視されているが、

本研究では Si 結晶中の同位体的不均質と実験条件との

対比を進めており、本年度は同位体分別の原因に関して

結晶－メルト界面の変動とシリコン同位体比の相関を明

らかにしつつある。 

 国際共同研究に関しては、SIMS を用いたジルコン標

準試料の U-Pb 年代測定、微量成分分析、酸素同位体

比測定や EPMA による主成分分析等の国際比較を行な

った。このプログラムでは世界の18研究所が比較分析を

行ない、共著で論文作成中だが、参加研究機関の中では

も包括的な分析を行った研究機関となった。また、分

析試料の基礎データを提供する北東アジアの地質構造と

鉱物資源に関する国際共同プロジェクトは、 終段階に

達している。このプロジェクトは米国地質調査所の呼び

かけで、北東アジア5カ国、計23機関の参加のもとに

1996年に開始したが、成果としては1/500万の地質構造

図、鉱物資源分布図等で、本年度公表したものが3種類、

編集作業中のものが3種類ある。本年度の成果は2枚の

CD として出版された。著作権フリーで、無償である点

が特徴で、Web site からもダウンロード出来るように

なっている。この国際共同研究の成果は、今後、北東ア

ジア地域の持続的な開発を検討する上で、重要な地球科

学情報を提供するものと期待される。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］二次イオン質量分析法、微小領域分析、

同位体比分析、シリコン同位体、ユレイ

ライト隕石、年代測定、流体包有物、赤

外線顕微鏡、北東アジア地質編纂図、サ

ンゴ試料 

 

［テーマ題目12］［地震に関する研究］（運営交付金、受

託研究費、重点支援研究員、科研費、振

興調整費） 

［研究代表者］小泉 尚嗣、桑原 保人、佐藤 隆司 

［研究担当者］小泉 尚嗣、高橋 誠、松本 則夫、 

佐藤 努、大谷 竜、桑原 保人、 

木口 努、今西 和俊、増田 幸治、 

佐藤 隆司、雷 興林、白井 信正 

（職員12名、その他7名） 

［研 究 内 容］ 

 「地震予知のための新たな観測研究計画の推進につい

て（建議）」（測地学審議会、平成10年8月、対象期間：

平成11～15年度）において、産総研は、短期予知のため

の前兆的地下水変化の客観的な検出、活断層深部構造の

把握、地震発生過程の解明等研究、平野部における地下

構造調査、摩擦実験により断層運動の物理・化学過程の

解明と摩擦構成則の定式化等を分担している。上記3グ

ループはその中核で、平成15年度の成果は下記の通りで

ある。 

１）東海地方における6観測点において、想定東海地

震震源域近傍で前駆すべりがあった場合における前

兆的地下水位変化を複数のケースで算出した。また、

近畿地域の5点程度の地下水観測点で、近傍の活断

層における単純な断層モデルを仮定したときの地下

水位変化を算出した。地下水観測点のうちの2点

（伊豆の大室山北観測点と近畿の安富観測点）で、

地下水位・ボアホール歪計・GPS によってとらえ

られた変動を比較検討した。2003年十勝沖地震

（M8.0）に伴う産総研地下水観測網における地下

水変化を地震時体積歪変化と比較して評価した。台

湾成功大学および台湾水資源局との情報交換により、

1999年集集地震前後の台湾全土の地下水変化を把握

した。有珠山・三宅島周辺の臨時地下水観測を継続

し、三宅島における東京都のデータと共に解析した。

三宅島では、飲み水となる地下水の化学成分濃度を

追跡調査し、結果を逐次三宅村役場に報告している。

次期東南海・南海地震予測精度向上のための地下水

総合調査を四国や紀伊半島で行い、1点（道後温

泉）で試験観測を開始した。地震前後の地下水変化

に関するデータベースについては、プロトタイプの

表示方法を改善した。 

２）断層深部の露頭調査により比較的低温で生成され

たマイロナイトが空間的に局所化していることをつ

きとめ、これが地震の震源核の生成に関与している

可能性を示した。また、断層岩の高温高圧下での石

英と長石のまさつすべり特性を世界で初めて実験的

に示した。地下の地震波速度と比抵抗データを統合

するモデルから活断層地帯の地下の流体分布、亀裂



研 究 

(186) 

形状等を得ることに成功した。観測では跡津川断層

の詳細構造を得るための地震観測網を断層周辺で約

4km 間隔で設置し、断層帯の微細構造、極微小地

震のメカニズム解、異法性の分布を得、断層にかか

る応力場を推定することに成功した。また、糸魚川

静岡構造線での地殻構造探査を行い、松本盆地東縁

断層が深さ20km まで東傾斜で続いていることを示

した。 

３）岩石変形・破壊に伴う微小破壊のエネルギーデー

タを用いて臨界現象に基づく破壊過程のモデルを構

築し、モデルパラメータと岩石構造や破壊のメカニ

ズムなどとの関係を調べた。温度200℃における摩

擦強度データを得た。襟裳観測点における2003年9

月26日十勝沖地震の前に見られた地中電荷変動異常

の原因について調査した。地震発生に及ぼす水の影

響を実フィールドで調べるため、中国重慶市地震局

と MOU を締結し、ダム誘発地震の観測を開始し

た。南アフリカ金鉱山において ASR 法による応力

測定を実施。日本において DSCA 法による測定を

行うための予備実験とコアの輸送を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地震予知、地下水、岩石破壊実験、すべ

り実験、地殻応力、活断層、深部構造、

地球化学 

 

［テーマ題目13］［火山活動の研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］宇都 浩三 

［研究担当者］宇都 浩三、星住 英夫、角井 朝昭、 

川辺 禎久、石塚 治、下司 信夫、 

松本 哲一、伊藤 順一、 

Nguyen Hoang、小栗 和清、 

小林佳代子、津久井雅志、藤縄 明彦 

（職員8名、その他5名） 

［研 究 内 容］ 

 国の火山・噴火予知研究を分担し、活動的火山の噴火

履歴を明らかにすると共に火山地質図を作成し日本の第

四紀火山活動の時間空間分布を明らかにする研究の実施

を目的としている。平成15年度においては、三宅島およ

び岩手火山の火山地質図の原稿執筆を行うと共に、活火

山データベースの一貫として三宅島火山の暫定版 CD-

ROM を作成し関係機関に配布した。また、口永良部島

火山地質図作成のための地質調査を行い、14C 年代測定

を実施して 近6000年間の噴火史の概要を明らかにした。

また、開聞岳、阿蘇、雲仙、浅間の各火山について、噴

火履歴、火山形成史に関する既存の情報の整備を行うと

共に、新たなデータの取得を行った。また、第四紀火山

の時間空間分布を明らかにするために、伊豆半島、北関

東、南東北、山陰、九州の各地域の第四紀火山岩類分布

を検討した。特に、伊豆半島の火山岩類に関して組織的

K-Ar 年代測定を実施し、第四紀前半の火山活動分布が

従来と大きく異なることを解明した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活火山・噴火履歴・火山地質図・第四紀

火山活動 

 

［テーマ題目14］［マグマ活動の研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］篠原 宏志 

［研究担当者］篠原 宏志、高田 亮、斎藤 元治、 

松島 喜雄、東宮 昭彦 

（職員5名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在も活発な噴煙活動が継続し島民の避難が継続して

いる三宅島の火山活動状況把握のための火山ガス観測を

継続実施し、観測結果を予知連に報告・公開した。観測

は気象庁・大学などとの共同で SO2放出量観測、火山

ガス組成の観測、赤外熱映像による噴煙放出量の観測を

実施した。SO2放出量は2000年以降減少傾向であったが、

2003年には減少傾向が顕著ではなくなり、誤差の範囲で

一定と見なされるようになった。それに対し、CO2/ 

SO2、H2O/SO2、S/Cl の火山ガス組成は、SO2放出量

の減少傾向の変化にもかかわらず全期間を通じて一定で

あることが明らかにされた。併せて、2000年マグマのメ

ルト包有物の分析結果の解析を行い、これらのデータを

総合し脱ガス過程をモデル化した。 

 噴煙活動把握のための SO2放出量測定用の新型機器

（mini-DOAS）および携帯型マルチセンサーシステム

による噴煙組成手法を開発し、桜島、樽前山、雌阿寒岳、

十勝岳などで観測検証実験を実施した。また、mini-
DOAS の SO2紫外線吸収スペクトル解析手法の検討を

進めた。十勝岳において携帯型マルチセンサーシステム

により推定した火山ガス組成と従来の採取分析法により

測定した噴気ガスの比較測定を行い、H2O/CO2、

CO2/SO2、H2O/SO2比が従来法と10%以内で一致する

精度で求められることが判った。 

 薩摩硫黄島における火山ガス・放熱量観測結果および

メルトインクルージョン組成に基づく脱ガス・マグマ進

化モデルを作成した。放熱用の観測では1990年代後半に

おける放熱過程が、山頂火口内の脱ガス火孔の形成に伴

って変化していることが明らかにされ、火山ガスの上昇

過程との関連基づき解析を行った。 

 噴火のタイプを決定付けるマグマの発泡ダイナミクス

を明らかにするため、噴火時のマグマ上昇を模擬したマ

グマの減圧発泡実験を行なった。その結果、減圧速度だ

けでなく減圧のパターン（連続的か間欠的か）もマグマ

の発泡組織に影響を与えることが分かった。有珠火山の

マグマ供給系が時間とともに変化する様子を明らかにす

るため、噴出物中の斑晶の化学組成および組織の解析を

進めた。 

 独自に開発された応力下での割れ目噴火のアナログ実

験で、応力が噴出量・貫入量比、割れ目噴火の長さ、継
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続時間など与える影響を明らかにした。富士山をはじめ、

世界の割れ目噴火の諸情報を編集した。 

 富士山、岩手山、箱根、薩摩硫黄島において連続地殻

変動観測を実施した。富士山・岩手山では電話回線など

によるデータ回収を行い、準リアルタイムの連続観測を

実施した。富士山においては誤差を超える地殻変動は観

測されなかった。箱根・薩摩硫黄島においてはデータ蓄

積型の連続観測装置で観測を実施した。九重火山におけ

る地殻変動観測結果を解析し、噴火後数年間に渡るゆっ

くりとした地殻変動が、熱水溜まりの収縮で説明できる

ことを示した。岩手山における水準測量に基づく地殻変

動解析結果をまとめ、西岩手においてゆっくりとした地

殻変動が生じていることを明らかにした。 

 火山科学図概念設計粗案を作成し、薩摩硫黄島を題材

として詳細検討を開始した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目15］［アジアの地質構造図の研究］（運営費

交付金） 

［研究代表者］脇田 浩二 

［研究担当者］脇田 浩二、奥村 公男、佐藤 正 

（職員1名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

 東アジア地質構造図の研究では、日本海を取り巻く東

アジアの地質図を再編集し、地質構造区分図とともに出

版を行った。また、東アジアの地質構造を検討し、その

成果を国内外の学会で研究発表を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］アジア、地質構造図、デジタル情報、数

値化、地理情報システム、GIS、 

CD-ROM、データベース、CCOP 
 

［テーマ題目16］［情報解析の研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］村田 泰章 

［研究担当者］村田 泰章、長谷川 功、中野 司、 

名和 一成、川畑 大作、雷 興林、 

稲崎 富士、伊藤 公介 

（職員6名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

 地質情報の統合解析による高度利用を図ることを目的

に構築を進めている統合地球科学データベースについて、

モデル・フィールドとして選択した1/20万図隔「仙台」

「東京」「飯田」「京都及大阪」「鹿児島」について、既

存地質情報のデータベース化を図る。また、解析・図化

ソフトウェアの標準化を行う。さらに、地質・地球物

理・地理データなどの新たな総合解析の研究を行うとと

もに、既存の情報処理技術の精度の向上、計算の高速化

などの高度化を図る。また、簡易 GIS ビューアーにつ

いても、継続して開発を進める。平成15年度においては、

1/20万統合地球科学データベースでは、モデル・フィー

ルド5地域において、既存データの収集と補充を行った。

地質情報の解析・表示のためのソフトウェア群を整備し、

インターネット上で一般公開を開始した。また、地球物

理データと地質データとの統合解析処理、地すべり、地

球自由振動、X 線 CT による岩石形状計測などの研究を

行い、国際誌、国際学会等で公表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地質情報、総合解析、統合地球科学デー

タベース、数値地質図、標準 

 

［テーマ題目17］［地質リモートセンシングの研究］（運

営費交付金） 

［研究代表者］村上 裕、佐藤 功 

［研究担当者］村上 裕、佐藤 功、浦井 稔、 

二宮 芳樹、土田 聡 

（職員5名、そのその他2名） 

［研 究 内 容］ 

１．衛星地盤変動図の作成に関する研究 

 合成開口レーダ干渉手法を用いて、未調査地域の

地盤沈下の実態を調べるため、我が国（1ヶ所）お

よび中国（1ヶ所）について地盤沈下解析を昨年度

に継続して実施した。 

２．火山衛星画像データベースの構築に関する研究 

 中期計画の目標であった国内3火山の火山衛星画

像データベースの公式版を作成し、Web 上で一般

公開した。GSJ 標準岩石試料「火成岩シリーズ」

の分光特性測定データについて、データベース化を

実施した。 

３．ASTER 利用技術の研究 

 岩石マッピングにための手法改良により太陽照射

条件等の影響を受けにくい、より安定した植生域抽

出法を開発した。また、観測日にかかわらず一定の

変色海域の反射スペクトルパターンへの補正方法を

作成した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］リモートセンシング、画像データベース、

画像解析、干渉 SAR 技術、岩石指標、 

 

［テーマ題目18］［変成岩類の造岩鉱物の研究］（運営費

交付金） 

［研究代表者］奥山 康子 

［研究担当者］奥山 康子、坂野 靖行、豊 遙秋 

（職員2名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 北上山地白亜紀花崗岩の周りの接触変成岩を対象に、

変成作用の圧力を推定する新しい方法を開発した。これ

により、深成岩類の定置深度を見積もることが出来る。

この成果は、国際誌に掲載された。また新鉱物「苦土定

永閃石」についての記載論文を、国際誌に投稿した。 
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［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］接触変成岩、地質圧力計、苦土定永閃石 

 

［テーマ題目19］［動物化石と古環境解析に関する研究］

（運営費交付金） 

［研究代表者］利光 誠一 

［研究担当者］利光 誠一、中澤 努、兼子 尚知、 

中島 礼（職員3名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 海山型秋吉石灰岩のコア解析から、古生代ペルム紀の

海水準変動を議論し、成果を国際学会で発表した。後期

新生代二枚貝化石の安定同位体組成を用いた海洋環境と

古気候の研究と、アンモナイトの種の多様性解析から北

東アジア地域の中生代白亜紀の海洋古環境変遷を議論し

た研究について、国際誌に論文発表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海山型石灰岩、海水準変動、古環境解析、

古気候変動 

 

［テーマ題目20］［地質標本データベースの研究］（運営

費交付金） 

［研究代表者］奥山 康子 

［研究担当者］奥山 康子、利光 誠一、坂野 靖行、 

中澤 努、兼子 尚知、中島 礼 

（職員5名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「地質標本科学データベース」を RIO-DB 新規課題

として立ち上げた。グループのミッションである「日本

産変成岩カタログ作成」では、将来的なデータベースの

オンライン公開を前提に、カタログのデータ項目を決定

した。地質標本館と共同で進める地質標本登録データベ

ースでは、第2弾として「標本区分 鉱石」を公開した。 

［分 野 名］地質･海洋 

［キーワード］地質標本科学データベース、RIO-DB、

地質標本館、日本産変成岩カタログ 

 

［テーマ題目21］［第四紀標準層序の研究］（運営費交付

金・大都市圏の平野地下地質・構造の総

合的解析と地震予測等の応用研究（ユニ

ット融合化共同研究）と共同研究） 

［研究代表者］中澤 努 

［研究担当者］中澤 努、中島 礼 

（職員1名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ユニット融合化共同研究に連携した新規研究テーマで

ある。関東地域での第四紀層標準層序の確立を目的に、

火山灰層のカタログを作成する。本年度は、対比のカギ

となる貝類化石と火山灰試料の系統的試料採取を実施し

た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］第四紀層、火山灰層、貝類化石 

 

［テーマ題目22］［島弧における大陸地殻の形成と発達］

（運営費交付金） 

［研究代表者］中島 隆 

［研究担当者］中島 隆（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 西南日本弧の大陸地殻を形成した領家火成変成作用の

実態を明らかにするため、領家帯の塩基性岩マグマの性

格を明らかにし、花崗岩類との成因的関係を議論した。

領家帯の塩基性岩は、先般言われているような大陸性洪

水玄武岩などではなく、陸弧性のカルクアルカリ岩であ

ること、領家帯の花崗岩マグマはこの塩基性岩マグマが

結晶分化あるいは部分溶融したものと上部地殻物質との

混合によって形成されうることを示した。コヒスタン古

島弧について、H14年度に実施した野外調査の結果をも

とに、下部地殻における初生的酸性物質の生成とそれが

花崗岩質マグマに成長進化していく過程を示し、国際学

会で発表した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］大陸地殻、領家帯、コヒスタン、花崗岩、

塩基性岩、マグマ 

 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Institute for Geo-Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4.1.～） 

 

研究部門長：野田 徹郎 

副研究部門長：松永 烈、矢野 雄策 

総括研究員：奥田 義久、山口 勉、青木 正博 

 

所在地：つくば中央第7、つくば西 

人 員：66（64）名 

経 費：931,897千円（308,625千円） 

 

概 要： 

 地圏資源環境研究部門は、地熱・燃料・鉱物資源を

含む天然資源の安定供給のための調査・研究・技術開

発、また、地圏の利用や地圏環境の保全のための地圏

環境に関する調査・観測及び利用技術の開発・研究を

行うことを、ミッションとして研究を実施している。

本研究部門は、産業や我々の社会生活に欠かせない天

然資源の安定供給を目指して、地熱、化石燃料、鉱物

など地圏に存在する基盤的天然資源の探査、評価・計

画、開発、利用に関する研究を行う。また、地下空間

の利用に関する研究も行う。さらには、これらの開発、

利用行為によって生じる地圏環境への環境予測、保全

計画、開発時保全、稼行時保全に関する研究を行う。

これらは、地圏システムにおける資源及び環境の研究

と総称することができる。 
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 本研究部門の研究範囲はこのように、広く多岐にわ

たっているが、その中で、これまでに培った技術や情

報の蓄積を基に、特に国や社会からの要請が高く、他

に比べ優位性の発揮できる部分に研究を重点化させる。

これらの研究は、研究分野の専門性という点では、地

球科学や地圏工学（資源工学、岩盤工学など）に基盤

を置いている。国や社会の要請に応えるため、重点研

究の立脚点である地球科学や地圏工学の基礎を高度に

保つことや、そこから有望なシーズを産み出すことに

も配慮する。 

 重点研究課題としては、次の三つを設定した。それ

ぞれの重点課題は、下記のサブテーマを含む。これら

は、昨年度の成果ヒアリングにおいて独立の重点課題

としたものである。本年度は、これを整理し、相互の

重点の置き方が柔軟に可能なようにした。 

Ⅰ．天然資源の安定供給の確保 

・地熱貯留層評価管理技術の開発 

・石炭起源ガス・ガスハイドレート資源評価技術

の開発 

・大規模潜頭性熱水鉱床の探査手法の開発 

Ⅱ．地圏の利用及び地圏環境の保全 

・地圏利用のための地圏特性評価とモニタリング

システムの開発 

・地圏環境汚染評価手法の開発 

Ⅲ．地圏資源環境に関する知的基盤の整備 

・地圏資源環境に関する知的基盤情報の整備・提

供 

 また、上記の重点課題には次の昨年度の重点課題を、

切り分けて含めている。 

・東アジアにおける資源開発研究協力・技術協力 

・その他の重要課題 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

石油公団「メタンハイドレート資源開発研究 資源量評

価 メタンハイドレート集積メカニズムの解明に関する

研究（バイオマーカー分析によるメタン菌の活動記録の

解析及びメタンガス生成の解明）」 

 

石油公団「H15年度「メタンハイドレート資源開発 資

源量評価」（地化学探査手法の適用検討・開発）」 

 

地球環境産業技術研究機構「キャップロックの長期安定

性を評価するための岩盤の動的力学物性に関する実験的

研究」 

 

原子力発電環境整備機構「地下深部の岩盤応力分布に関

する数値解析モデルの開発」 

 

原子力発電環境整備機構「熱・熱水の影響評価に関する

検討」 

経済産業省 科学技術振興調整費総合研究委託費「構造

物の破壊過程解明に基づく生活基盤の地震防災性向上に

関する研究／実大三次元震動破壊実験施設を想定した実

験手法の具体化／大型地盤・基礎模型の作製と測定技術

の高度化」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「地層処分場岩盤特

性評価のための高分解能物理探査イメージング技術の研

究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「光音響分光法を用

いた地下水センサーの開発と適用に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「地下深部岩盤初期

応力の実測」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「放射化コンクリー

ト構造物の環境負荷解体に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「放射性廃棄物地層

処分における岩石の長期変形挙動解明と地層構造評価技

術の開発に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「放射性廃棄物処分

施設の長期安定型センシング技術に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「GIS による騒音源周辺環境を考慮し

た騒音伝搬予測に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「MNA による地下水汚染改善状況の

評価手法に関する研究」 

 

経済産業省資源エネルギー庁 メタンハイドレート開発

促進事業「メタンハイドレート開発促進事業（生産シミ

ュレータ開発に関する研究開発）」 

 

経済産業省資源エネルギー庁 地層処分技術調査等「地

層処分技術調査等（塩淡境界面形状把握調査）」 

 

経済産業省資源エネルギー庁 地層処分技術調査等「地

層処分技術調査等（沿岸域断層評価手法の開発に関する

研究調査）」 

 

経済産業省原子力安全・保安院 鉱山保安技術対策調査

「鉱山保安技術対策調査」 

 

山梨大学 科学技術振興費（新世紀重点研究創生プラン

（人・自然・地球共生プロジェクト）委託事業費）「地
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下水の収支・循環機構解明のためのモニタリングと地下

水循環モデルの構築」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助

成事業費助成金「地中熱利用の 適化のための地下水水

理予測手法に関する研究」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「高温岩体技術検

証調査」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成15年度中高

温熱水資源開発のための基盤整備状況調査」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「二酸化炭素削減

等地球環境産業技術研究開発事業 地球環境産業技術に

係る先導研究 適モニタリング設計技術に関する先導

研究」 

 

発 表：誌上発表120（93）件、口頭発表272（108）件、

その他91件 

-------------------------------------------------------------------------- 
地熱資源研究グループ 

（Geothermal Resources Research Group） 
研究グループ長：村岡 洋文 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 本研究グループは、未利用地熱資源の開発を目指し

て、未利用地熱資源の実態解明と資源量評価に関する

基礎研究を行っている。特に先第三系基盤岩・貫入岩

に賦存する地熱系、カルデラに伴う地熱系、平野部に

賦存する地熱系を対象に、それぞれの開発にとって鍵

となる透水性断裂系、カルデラに関わる熱・水理構造、

地中熱利用の 適化のための地下水水理に焦点を合わ

せている。今まで蓄積されたデータ等を取りまとめて

論文として公表するとともに、今後の未利用地熱資源

開発にとって必要不可欠な新技術開発や知的基盤形成

などの成果を上げている。また地熱研究の応用分野と

して、地下の水熱環境に関する研究や、社会的要請の

強い高レベル放射性廃棄物地層処分の研究も開始した。

本研究グループでは、各研究者が自由裁量で萌芽的研

究を行えることを重視している。成果の公表について

も、論文はもちろん、それ以外に各種地球科学図の作

成、Web サイトからの情報提供、技術相談、学会活

動、委員会活動、講演会やシンポジウムの開催、共同

研究等も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

燃料資源地質研究グループ 

（Fuel Resource Geology Research Group） 

研究グループ長：棚橋 学 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 石油、天然ガス、石炭等燃料鉱床探査技術の高度化の

ために、資源探査の基礎となる鉱床成因モデルを構築し、

燃料資源探査法、資源ポテンシャル評価技術の研究開発

を行う。特に、クリーンエネルギーとして期待される天

然ガス資源確保をめざして、資源有機地化学研究グルー

プと共同して重点研究課題「石炭起源ガス・ガスハイド

レート資源評価技術の開発」を実施する。堆積地質学、

海洋地質学、地球物理学の専門家からなる燃料資源探査

評価に関する幅の広い専門家集団であり、資源有機地化

学研究グループと密接に共同して、燃料資源に関する探

査法、鉱床形成機構、評価法の総合的な研究を行ってい

る。当研究部門の重点課題「石炭起源ガス・ガスハイド

レート資源評価技術の開発」において、資源地質学分野

を分担している。資源エネルギー庁、石油公団、石油開

発企業等の国内石油資源政策、事業、探鉱活動に協力し

ている。１）石炭起源ガス評価技術に関しては、三陸沖

堆積盆周辺において地質調査等により資源ポテンシャル

評価に貢献する。２）南海トラフ、カナダマッケンジー

デルタ等におけるハイドレート賦存状況に関する基礎デ

ータの取得と解析、地化学探査法の研究、物性実験研究、

ハイドレート堆積体の賦存状況の総括等の諸研究をすす

め、国家的課題であるハイドレート研究の一翼を担う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

資源有機地化学研究グループ 

（Fuel Resource Geochemistry Research Group） 
研究グループ長：坂田 将 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 石油、天然ガス、石炭等の化石燃料鉱床探査および

評価技術の高度化に貢献するため、炭化水素の起源と

生成機構、濃集機構を解明し、地球化学的な鉱床形成

モデルを構築する。特に、クリーンエネルギーと期待

される天然ガス資源の確保をめざし、燃料資源地質研

究グループと共同して、重点研究課題「石炭起源ガ

ス・ガスハイドレート資源評価技術の開発」を実施す

る。有機・生物地球化学、石油地質学、石炭岩石学の

専門家集団であり、燃料資源を対象として、炭化水素

の起源や鉱床成因等を検討し、資源量予測や鉱床探査

に必要な理論とデータを提供する。また当研究部門の

重点課題「石炭起源ガス・ガスハイドレート資源評価

技術の開発」の地化学分野を分担し、成因や資源とし

ての可能性の検討を行う。資源としての微生物起源メ

タンの地球化学的、鉱床学的研究を行っている点を特

徴とする研究グループである。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 
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鉱物資源研究グループ 

（Mineral Resources Research Group） 
研究グループ長：渡辺 寧 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 現在の私達の生活は、地球上の様々な地下資源の利

用の上に成り立っている。このような原料は、鉱物の

形で地下に存在しているものを採掘して使う。鉱物資

源研究グループはこの鉱物資源について研究している

グループである。鉱物資源研究グループでは、現在ま

で知られている国内の鉱床の位置、鉱床の種類、埋蔵

量、品位や地質の特徴について情報収集と調査を行い、

どのような地質条件の場所に鉱床が存在するか研究し

ている。また、世界の鉱床についても研究の対象を広

げている。鉱物資源の利用と開発の第一段階は、鉱床

がどこにあるか探すことである（鉱床探査）。地下深

くにある鉱床を探査するためには高度な技術が必要で

ある。鉱床が地下のどの深さの、どんな場所に、どの

ような原因で形成されるのか、鉱床のでき方をしらべ

て、 も有効な探査法を開発すべく研究を行っている。

有用な鉱物が生成されるメカニズムは様々である。日

本は環太平洋のマグマ活動の活発な地質帯の中にあり、

火山や温泉が数多く存在する。このような場所には

金・銀・銅などの金属鉱床や珪石、粘土、陶石などの

非金属鉱床が形成される。火山や温泉地帯における金

属元素の沈殿や鉱物生成のメカニズムは、鉱物の合成

実験や化学分析などによって知ることができる。鉱物

資源研究グループはこのような実験に基づく鉱床の研

究にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

物理探査研究グループ 

（Exploration Geophysics Research Group） 
研究グループ長：内田 利弘 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地熱・石油・金属等の資源探査、廃棄物処分場や人

工構造物周辺の岩盤・地盤評価などでは、物理探査法

を用いた物性の空間分布及び時間変化の高精度な把握

が不可欠である。当研究グループでは、これらの分野

における物理探査技術の高精度化を目指し、地震探査、

電磁気探査、NMR 計測、熱物性計測等の測定・解析

技術の研究開発、及び、関連する物性解釈手法の研究

を行っている。地熱貯留層変動探査、メタンハイドレ

ート探査、放射性廃棄物地層処分場評価等に関連する

研究開発を通じて、平成15年度には、地震波の重合前

3次元マイグレーション法（散乱重合法）の改良、パ

ーカッションドリル SWD の基礎実験、ランダム不均

質媒質中の波動伝播実験、人工信号源電磁探査法測定

システムの開発、MT 法3次元モデリング法の改良、

可搬型 NMR 計測装置の試作、NMR 計測値から拡散

係数を推定する拡散シミュレーションプログラムの開

発、液状化ポテンシャル評価のための比抵抗振動貫入

試験プローブの試作等を実施した。また、国内関連機

関・学会における協力活動や、韓国地質資源研究院、

オランダ・デルフト工科大学等と海外機関との共同研

究を推進した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

開発安全工学研究グループ 

（Research Group for Geo-Resource Development and 
 Safety） 
研究グループ長：青木 一男 

（つくば西） 

概 要： 

 開発安全工学研究グループでは、資源・エネルギー

の安定的供給確保に資するため、開発、保安・安全に

係る研究を行っている。開発に係る研究では、掘削技

術の高度化、爆薬の高度利用技術の確立等を目的とし

て、振動等を用いた新しい高効率掘削システムの開発、

コンクリート切断用成形爆薬の実用化等の研究を実施

している。保安・安全に係る研究では、鉱山における

災害リスク評価等の研究を通じ鉱山における保安確保

への寄与を目的とする。さらに、これまでのポテンシ

ャルを活かし、メタンハイドレート生産手法開発、屋

外騒音伝搬予測等、新分野の研究も実施している。わ

が国の鉱山は急激に減少しているが資源の安定供給の

面から考えると開発や保安・安全に関する研究は今後

も必要である。また地盤環境などは開発により一度破

壊されるとその修復には多大な費用と長い年月を要す

る。このため、開発にあたっては環境への影響を考慮

して行うことが不可欠であり、当グループの果たすべ

き役割は引き続き大きいと考えている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

地下水資源環境研究グループ 

（Water Environment Research Group） 
研究グループ長：石井 武政 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地下水は人間や陸上の動植物にとって も有用な資

源のひとつであるが、周囲の環境に左右されやすい脆

弱なものである。次世代に美しい地球環境を残すため

にも、また上手に無理なく水資源を利用するためにも、

地下水資源環境研究グループは 先端の技術で地下水

を研究する。黄河流域の地下水循環機構解明に関する

国際共同研究では、地下水の収支・循環機構解明のた

めのモニタリングと地下水循環モデルの構築を実施し

ている。国際共同研究の枠組みの中で野外のデータを

集め、表流水や地下水を分析し、乾燥－半乾燥地域の
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水文環境をより良く理解するという目的意識を持ち、

地下水収支の定量化、地下水循環モデルの構築を通じ

て、黄河流域全体の水文環境変化を明らかにする研究

を進めている。中国側のカウンターパート機関は中国

地質調査局である。また、都市の水文環境では水文環

境図の作成を実施している。地下水汚染や地下水の過

剰な揚水等による地盤沈下あるいは海岸部での塩水侵

入などの地下水問題に適切に対処し、また地下水の質

と量を守るためには基礎的な地下水研究を行う必要が

ある。地下水の涵養地域と排出地域の区分あるいは地

下水の流動系を解明することが基本であり、そのため

の水質分析、同位体分析、地下水位と地下水温の経時

変化資料の収集などを、仙台平野、関東平野、濃尾平

野などを対象に実施し、得られた成果を「水文環境

図」などを通じて地方自治体や地域住民に公開する。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

貯留層ダイナミクス研究グループ 

（Reservoir Dynamics Research Group） 
研究グループ長：石戸 恒雄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 当研究グループは、地球物理学的モニタリング手法

ならびに貯留層工学的モデリング手法を用いた地殻内

流体挙動の解明・予測に関する研究を行っている。地

熱発電所の出力減衰を未然に防ぎ、経済性のある持続

的開発を将来にわたって行うためには、発電開始後の

早い時期に貯留層の変動を捉え、将来挙動を予測して

“ 適生産シナリオ”を作成することが必要である。

このため、“システム統合化”では、予測のベースと

なる貯留層モデル構築に関して、複数のモニタリング

項目を同時に実施することで、ヒストリーマッチング

によるモデル構築の精度を飛躍的に向上させることを

目指す。また、定期点検時の集中観測など貯留層変動

把握にとって費用対効果に優れた手法を実用化したい

と考えている。個々の要素技術についても、地熱デベ

ロッパーとの共同研究を継続し、手法の改良と普及を

図る。また、これまでに開発したポストプロセッサー

等ソフトウェアについては、体系的な例題計算により

実用化可能性の評価を進めるとともに、ユーザー会を

組織しその普及を図る。また、新たに、地圏環境の諸

問題解決への寄与を目的として、CO2地中貯留に係わ

る先導研究などを実施し、これまでに培ってきた貯留

層シミュレーション技術、地球物理モニタリング技術

などの展開を図りたい。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

地圏資源工学研究グループ 

（Geoenergy and Environment Research Group） 

研究グループ長：當舎 利行 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループは、NEDO「高温岩体発電システムの

技術開発」プロジェクトが終了した現在においても国

際的な高温岩体プロジェクトの研究・情報の発信・集

積基地となっており、高温岩体研究に関する学術的成

果を論文等で公表するなど我が国で得られた成果の国

際的な発信や研究協力を担ってゆく。また、エネルギ

ーの多様化に鑑みメタンハイドレートなどの新資源開

発への貢献や地層処分における岩盤特性などこれまで

の知見を生かした研究を幅広く実施してゆく。地層処

分研究としては、長期安定性評価に必要なデータ整備

を実施して地層処分に影響を及ぼす長期岩盤強度およ

び変形特性の予測手法の開発に着手する。また、堆積

岩からの地下応力評価を実施する。一方、メタンハイ

ドレートを経済的に生産するための手法についての研

究開発を継続し、メタンハイドレートを含む地層の力

学的特性を明らかにするとともに、生産挙動を予測す

るための数値シミュレータの開発では、室内実験レベ

ルでの生産シミュレーションを実施する。さらに、岩

盤の力学的特性など基礎的な資源工学の研究も継続し

て研究を実施するとともに、積極的な国際展開を図る。

学術的成果については、国際誌、国内学術誌その他に

積極的に論文報告を行うとともに、国際シンポジウム

でも発表を行う。また、収集した高温岩体実験データ

によるデータベースを作成するとともに技術別に体系

化して WEB 上で公表する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

地圏環境評価研究グループ 

（Geo-Analysis Research Group） 
研究グループ長：駒井 武 

（つくば西） 

概 要： 

 当研究グループでは、土壌・地下水環境における汚

染評価、環境影響評価および対策技術に関わる理学的、

工学的な研究開発を実施する。また、これまでの地圏

環境における解析・評価技術の研究を発展させて、有

害化学物質の将来予測に関するシミュレーション、地

層中における水とガスの混相流体の解析、多孔質体に

おける流動性・反応性連成解析手法の開発、二酸化炭

素の地層処分の解析・評価などの検討を行っている。

一方、近年新しいエネルギー資源としてメタンハイド

レートが注目されている。当研究グループでは平成14

年度よりメタンハイドレートを経済的に生産するため

の手法についての研究開発に本格的に着手した。メタ

ンハイドレートを含む地層の浸透特性を明らかにする

とともに、生出挙動を予測するための生産シミュレー

タの開発を行う。当研究グループは、グループ員の緊
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密な連携を図りながら、地圏環境評価に関する学術的

成果を論文等で公表するとともに、積極的な対外活動

を実施する。また、得られた成果をもとに、本分野の

みでなく他の分野に関しても萌芽的研究から実用化研

究まで幅広く研究を実施する。特に、汚染調査手法や

リスク評価モデルなどの研究成果を一般に普及させ、

社会的、経済的な各種のニーズに対応するとともに、

土壌・地下水汚染や廃棄物処分場などの問題解決に寄

与することを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

地質バリア研究グループ 

（Geo-Barrier Research Group） 
研究グループ長：楠瀬勤一郎 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 本グループでは、地質バリアなど環境課題の解決に

必要な水文学・岩盤力学および地下の開発・利用に係

る技術に関する調査・研究を実施している。地球環境

に悪影響を及ぼす物質を生活圏から長期間隔離するた

め、地下深部にこれら「有害物質」を閉じ込めること

が考えられている。特に、放射性廃棄物のように時間

の経過とともに有害性が小さくなるものや、地下から

の漏洩速度が十分小さければ生活環境に与える影響が

無視できる二酸化炭素などに対して有効な対処法と言

える。地質バリア研究グループでは、岩盤の物理的性

質や地下水の流れについて研究を行っているが、これ

は、地下に閉じ込められた有害物質が地表に到達する

時間や速度に大きな影響を与える要因を特定するため

である。また、今後、産業や生活の多方面で必要とな

る地下の開発・利用に係る技術についても調査・研究

を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］（天然資源の安定供給の確保） 

［研究代表者］山口 勉（地圏資源環境研究部門総括研

究員） 

［研究担当者］石戸 恒雄、當舎 利行、村岡 洋文、 

内田 利弘、棚橋 学、坂田 将、 

駒井 武、青木 一男、渡辺 寧 

（職員30名、他22名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の研究目的は以下。1）ヒストリーマッチング

に地球物理学的なモニタリング手法を適用した地熱貯留

層評価管理技術の開発を行う。また、システム統合化を

地熱ディベロッパーとの共同研究として行い、実用的シ

ステムを提案する。2）メタンハイドレート鉱床

（MH）等に関して、その成因・形成機構の解明、資源

ポテンシャル評価技術の開発や堆積層の変形特性や、相

対浸透率を考慮した数値解析による生産手法の開発を行

う。3）各種鉱物資源の安定供給に必要な学術研究・鉱

物資源開発のための技術開発として潜頭性鉱床の金属鉱

化作用と探査手法の研究を実施する。 

 このため、平成15年度計画としては以下を掲げて実施

した。1) システム統合化3年計画2年目として、大霧地

域の定期点検時に自然電位、重力等の多項目モニタリン

グを実施するとともに、大霧・奥会津地域で、予備的な

統合ヒストリーマッチングを行う。また、要素技術につ

いて共同研究、基盤研究を継続するとともに、これまで

の成果を総括報告書として出版する。開発したポストプ

ロセッサー等ソフトウェアについては、実用化可能性の

評価を進め、ユーザー会を組織して普及を図る。2) 

MH 資源評価技術の研究として、物性実験およびモデ

リング、南海トラフ等における野外調査、試料分析、デ

ータ解析、地化学探査航海を実施するとともに、同海域

の表層及び深部（基礎試錐）堆積物中の BM を測定し、

メタンの生成・消費微生物の活動記録の検出を試みる。

また、MH 生産手法開発では、MH 堆積層の変形係数

等の温度依存性や、メタンガスと水が同時に存在する混

相流条件における相対浸透率を室内実験により求め、数

値シミュレーションによって実験を再現する。3) 金属

鉱化作用を伴うマグマ－熱水系を様々な地下レベルにお

いて観察・分析し、その全体像を復元し、潜頭性鉱床の

探査指針を得る。このうち、火山岩レベル（0-1km）で

は、無意根－豊羽地域の野外調査・試料採取を行い、岩

石化学組成の変遷を検討する。地表変質帯の鉱物組み合

わせの検討に基づき、変質帯の相互の関係を考察し、論

文としてとりまとめる。 

 この結果、平成15年度は以下の成果を得た。1) 大霧

地熱発電所の生産井の一時停止時に、多項目のモニタリ

ングを実施。重力測定ではハイブリッド観測により

0.005mGal の精度を実現し、優勢な生産井のフィード

ポイントが位置する気液二相領域の変動を面的に把握。

大霧・奥会津の両地域について、統合ヒストリーマッチ

ングを進め、費用対効果に優れた貯留層モニタリングの

あり方について見通しを得た。成果普及では、国際誌等

への公表に加え、統括報告書の出版、「ポストプロセッ

サー・ユーザー会」の設立等。2) MH 資源評価技術で

は、南海トラフ堆積物中のメタン生成菌 BM の特徴を

明らかにするとともに、含ハイドレート堆積物中のメタ

ン生成活動を予察的に評価した。MH 生産手法開発で

は、砂層内の水およびメタンガスの浸透率に及ぼすメタ

ンハイドレート飽和率や孔隙率の定量的な関係や、氷結

試料を用いた一軸載荷試験により、融解に伴う試料の変

形・破壊挙動の局所性を明らかにした。3) 無意根－豊

羽熱水系には、Ⅰ．酸化的火山ガス、Ⅱ．還元的中性熱

水、Ⅲ．熱水系上部の蒸気凝縮水により形成された3種

類の熱水変質帯があり、無意根火山近傍に発達する酸性

変質帯（Ⅰ）の下部に金や銅の濃集が期待されるとの結
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論を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地熱資源、燃料資源、鉱物資源 

 

［テーマ題目２］（地圏の利用及び地圏環境の保全） 

［研究代表者］松永 烈（地圏資源環境研究部門副研究

部門長） 

［研究担当者］内田 利弘、石井 武政、国松 直、 

駒井 武、石戸 恒雄、村岡 洋文、 

當舎 利行（職員14名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の研究目的は以下。1) 地下利用施設開発や放

射性廃棄物等の地層処分を安全かつ低負荷で実施するた

め、地下計測・監視、岩盤評価技術を開発する。2) 土

壌・地下水汚染の修復に向けてバイオテクノロジーを利

用した技術開発を行うとともに、リスク評価の研究を行

う。 

 このため、平成15年度計画としては以下を掲げて実施

した。1) 地圏利用のための地圏特性評価とモニタリン

グシステムの開発①地圏環境監視用センサーや技術の開

発：地下環境模擬試験装置を用いた室内での熱物性量及

びインピーダンスの測定と、屋外でのセンサー埋設測定

実験を行う。また、地下水センサー試作品の改良と現場

への適応実験などを行う。②岩盤評価技術の開発：東海

村で岩盤比抵抗調査、観測井による地下水流速・圧力の

連続観測を開始する。一方、岡山の深部岩盤調査井を

750m まで増掘し、応力測定と透水試験を実施する。③

物理探査データ解析法の高度化：人工信号源電磁探査法

として CSAMT 法と LOTEM 法を組み合わせた新しい

測定装置と2.5次元・3次元解析法の開発を開始する。ま

た、地震探査法による岩盤特性評価のため重合前3次元

マイグレーション解析法の改良を行う。2) 地圏環境汚

染評価手法の開発①有機化合物の地下水汚染への MNA
適用性実証を目指し、MNA 評価・予測モデルの構築、

有機塩素化合物に対する微生物の分解特性の解明を行う。

②土壌汚染の曝露・リスク評価手法を開発するとともに、

具体的な調査地点を対象とするサイトモデルを構築し、

実際の汚染サイトに適用する。 

 この結果、平成15年度は以下の成果を得た。1) ①熱

物性量センサーとして光ファイバ及び発熱源一体型の屋

外計測用のセンサーを製作中。今後、金属製ロッドを用

いた屋外計測実験を実施。地下水センサーについては水

分量（精度2%）と温度（精度0.01℃）のセンサーを完

成し、現場で従来型センサーとの比較測定を実施中。塩

分濃度センサーも作製を終え、今後精度検定を予定。②

東海村で浅層の地下水観測井戸約20点を整備し、原研敷

地内で約10測点、その周辺域（2km 四方）で約15測点

の電磁探査調査を実施予定。岡山で既に深さ750m まで

の岩盤調査と応力測定を完了。その結果、地質学的な静

穏域においても地下の応力状態は偏圧的な状態にあるこ

とが判明。③新しい電磁法測定システムの受信部分と送

信部分に必要な仕様を検討。今年度中に、測定装置とプ

ログラムのプロトタイプの製作を開始。また、重合前3

次元マイグレーション解析法における速度構造の推定法

について検討を開始。2) ①山形県内で地下水及び土壌

のサンプリング調査を実施し、地下水中の微生物活性を

調べるとともに、溶存酸素や微量金属、栄養塩、分解生

成物などの微生物分解の速度への影響を検討中。②サイ

トアセスメントに必要な評価システムと解析モデルを提

案し、それに必要な数式やパラメータ類を整備。また、

サイトアセスメントを実施する上で不可欠な汚染評価の

データを入手し、解析作業を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地圏利用、地圏環境保全 

 

［テーマ題目３］（地圏資源環境に関する知的基盤の整

備） 

［研究代表者］奥田 義久（地圏資源環境研究部門総括

研究員） 

［研究担当者］村岡 洋文、棚橋 学、坂田 将、 

渡辺 寧、石戸 恒雄、石井 武政、 

駒井 武、国松 直 

（職員20名、他18名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の研究目的は以下。1) 1/200万鉱物資源図2図、

燃料資源図2図、１/50万鉱物資源図2図、水文環境図4図、

大都市圏の地質汚染図2図を作成する。地熱資源評価シ

ステムの設計及び数値地熱資源量分布図の作成を行う。

2) 石炭起源のガス・ガスハイドレート等の天然ガスな

どの燃料資源、大規模潜頭性鉱床等の鉱物資源情報を体

系的に収集する。水文地質データベースを継続的に更新

し、WEB 上に公開する。3) 東・東南アジアの鉱物資

源、地熱資源等のデータベースを構築する。また、アジ

アの金資源開発･利用におけるリスク要因研究とリスク

アセスメントの高度化研究を行う。 

 このため、平成15年度計画としては以下を掲げて実施

した。1) 地熱資源評価システムの設計を行う。また、

１/50万鉱物資源図「南西諸島」の原稿を完成させ、燃

料資源地質図（三陸沖周辺燃料資源図、日本周辺ハイド

レート分布図、筑豊炭田図）の作成作業を進める。また、

「八ケ岳水文環境図」を印刷・公表し、「仙台平野水文

環境図」の原稿をとりまとめる。地質汚染評価基本図作

成は、「姉崎」図幅地域内の調査研究成果の普及・公開

を進める。2) 基礎調査、ガスハイドレート関連情報の

収集、DB 化を進める。天然ガス地化学 DB 作成作業、

油田ガス田情報の DB 化を進める。「水文地質データベ

ース」、「東アジア地下水データベース」及び「東・東南

アジア地熱データベース」などの拡充を行い、開示可能

なデータをウェッブ公開する。3) 東・東南アジアの地

熱資源、地下水資源環境のデータベースを作成し、また、
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アジアの金資源の開発・利用におけるリスクに関し、資

源開発とリスク管理について情報収集・解析を進め、東

南アジア諸国への提言を継続する。 

 この結果、平成15年度は以下の成果を得た。1) 地熱

資源有望地域の表示手法を開発した。1/50万鉱物資源図

「九州」及び「中国・四国」完成出版の見込みで、「南

西諸島」は現在本図原稿を完成し、付図を検討中。燃料

資源図「三陸沖」は年度内に出版予定。「筑豊炭田図」

「水溶性ガス田図」及び「（南海トラフ）ガスハイドレ

ート分布図」は編纂途上。水資源環境図は出版順を変え、

「仙台平野」を年度内に出版させる予定。地質汚染評価

基本図「仙台地域」の作成に着手。2) 国際リソスフェ

ア計画（ILP）の「メタンハイドレートの広域分布と地

質プロセス」の研究」に対応して関連情報の収集および

DB 化した。コア資料をはじめ、燃料資源及び鉱物資源

関連情報のデータベース化。この他、燃料資源及び鉱物

資源等に関連する産総研所有の大深度試錐コアデータの

整備。「水文地質データベース」等は、データの拡充を

進め、年度内にいずれも WEB 公開予定。3) CCOP や

世界銀行などの国際機関のプロジェクトに重点的に対応

して、国内のみならず東アジアの地熱資源、地下水資源

環境、中小鉱山資源開発リスクに関する基盤的データ取

得のための地質調査、データ整理等を重点的に実施した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地熱資源評価システム、鉱物資源図、燃

料資源地質図、水文環境図、データベー

ス 

 

④【海洋資源環境研究部門】 
（Institute for Marine Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4.1～終了日） 

 

研究部門長：宮崎 光旗 

副研究部門長：西村 昭、埜口 英明 

総括研究員：上嶋 英機（兼務） 

 

所在地：つくば中央第7、中国センター、四国センター 

人 員：60（58）名 

経 費：995,384千円（468,000千円） 

 

概 要： 

 海洋資源環境研究部門は、産総研のミッションであ

る社会のための科学技術を先導・提言する創造的活動

を担う研究部門として、鉱工業の科学技術の発展及び

地質の調査を分担し、海洋地球に関する基盤情報整備、

海洋資源の探索・利活用、環境修復創造、防災等のた

めの調査・研究と技術開発を実施します。第一期中期

計画期間（FY2001～04）としては、海水希少資源採

取実用化技術開発や生態系・生物機能を利用した沿岸

環境修復技術の開発、二酸化炭素等を含む海洋の物質

循環解明と地球環境影響評価、あるいは日本周辺海域

の地質情報整備に関する調査・研究などに重点的に取

り組んでいます。 

 「海をよく知り、賢く利用し、温かく守る」を基本

的視点として、フィールドに立脚した地球科学・生物

科学・物質科学でもって、また時間軸も念頭に置いた

研究を遂行しています。個々の課題は、我が国が必要

とする海洋地球に関する知識資産の構築をベースとし

て、新たな富の創生や安心・安全な社会の実現など持

続可能な発展に不可欠な環境圧迫の低減をめざそうと

するものです。研究課題は大きく、「海洋地球に関す

る知識資産の構築」、「環境圧迫の低減としての地球環

境問題解決」、そして「新たな資源の探求」の三つか

らなります。 

 海洋地球に関する知識資産の構築では、海洋地質調

査研究航海等のフィールド調査及び得られる試資料の

分析・解析、各種解釈作業により海洋地質・環境・資

源等に関する地球科学的解明と実態把握を推進、地球

科学の発展に寄与するとともに、知的公共財として海

洋地質図やデータベースを提供するものです。また当

部門の特長を生かして、系統的調査研究航海などによ

り蓄積される試資料に基づいた海域活断層の活動履歴

研究や、アジア各国の地質調査機関との共同研究によ

るデルタ形成史と人類社会の地質環境への影響等を解

明します。詳しくは「テーマ題目１：海洋地質図等基

盤情報の整備と高度化」、「テーマ題目２：海域活断層

の評価手法」および「テーマ題目３：アジア太平洋地

域における沿岸・沿海地球科学情報の収集と解析」を

参照のこと。 

 環境圧迫の低減としての地球環境問題解決に資する

ために、人為的環境負荷のない地球環境状態や変動幅

を地球科学的手法により解明することにより将来に起

こりうる温暖化の地球環境影響予測や開発される軽減

化技術への基盤的科学データを集積します。また経済

活動や生活に密接に関連した環境負荷の現れる沿岸域

に関して、フィールドに立脚した地球科学的視点と技

術でもって環境負荷の実態把握と影響評価、修復技術

開発も実施しています。詳しくは「テーマ題目４：地

球科学的手法による地球環境変動要因等の解明」およ

び「テーマ題目５：生態系を中心とする沿岸環境評

価・修復技術」を参照のこと。 

 環境圧迫低減への異なるアプローチとして、新たな

資源の探求、すなわち海水溶存リチウムの資源化やバ

イオマス利用、海洋生物・微生物の利活用に関する研

究にも取り組んでいます。特に海洋生物・微生物に関

する研究は、新たな知識資産や水圏環境・生態系に係

る科学技術の基盤を用意し、さらには将来の産業技術

の基礎となりうるものとして、次期展開を見据えて遂

行しています。詳しくは「テーマ題目６：海洋資源の

有効利用」および「テーマ題目７：海洋微生物等の機
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能性利活用」を参照のこと。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

（財）日本生命財団 ニッセイ財団一般研究助成制度 

「瀬戸内海の底質移動シミュレーション」 

 

（財）鉄鋼業環境保全技術開発基金 第24回（平成15年

度）環境分野助成研究（一般研究助成）「短パルス光反

応によるバラスト水中の有害生物除去システムの開発」 

 

（財）住友財団 2003年度環境研究助成「海跡湖の年縞

堆積物を用いた巨大津波イベントの高精度編年へのアプ

ローチ」 

 

（財）国際エメクッスセンター「水理模型実験による尼

崎港の海水交換促進工法に関する研究」 

 

四国電力（株）「伊方発電所温排水影響調査の高度化に

関する調査」 

 

宍道湖漁業共同組合「ワカサギ越夏にかかわる水質環境

について」 

 

厚岸町 厚岸湖・別館辺牛湿原学術研究奨励補助「厚岸

町を過去に襲った津波痕跡のトレンチ調査」 

 

国土交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所 

「浚渫土砂有効活用検討調査」 

 

（独）港湾空港技術研究所「アジアにおける水資源域の

生態系の復元に関する研究」 

 

呉商工会議所 平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業「環境対応型ビデオマススコープ超高速セロミ

クスロボットの開発」 

 

（財）中国電力技術研究財団 平成15年度地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「海水リチウム摂取の実用化技

術開発」 

 

（財）中国電力技術研究財団 平成15年度地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「海水リチウム採取の実用化技

術の研究開発」 

 

日本鋼管テクノサービス（株）平成15年度地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「高炉スラグを利用した海砂利

代替人工砂（エコサンド）製造技術の開発」 

 

（財）かがわ産業支援財団 平成15年度地域新生コンソ

ーシアム研究開発事業「海域環境改善のための炭酸カル

シウム化多孔質体の開発」 

 

（財）大阪科学技術センター 水素安全利用等基盤技術

開発「高圧水素吸着熱特性解明の研究」 

 

（財）亜熱帯総合研究所 沖縄産学官共同研究推進事業 

「サンゴ卵からのサンゴ生産による環境保全技術の開

発」 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化技術開発等委託

費「溶接技術の高度化による高効率・高信頼性溶接技術

の開発」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（緊急研究） 

「2003年（平成15年）十勝沖地震に関する緊急研究／津

波・被害調査／津波調査／地震・津波による海底への影

響」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続） 

「海底熱水系における生物・地質相互作用の解明に関す

る国際共同研究／熱水循環系の物理・化学プロセスに関

する研究／潮汐による熱水循環系の変動現象の定量化に

関する研究／海底近傍微細構造に規定された熱水系の化

学変動に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「軽元素同位体の分

離と産業応用に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）継続「東シナ海陸棚域の堆積物による過去

50年間の長江経由土砂供給量の長期変動に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）新規「保存すべきサンゴ礁の水質・光環境

条件に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）新規「サンゴ礁の海水流動と懸濁物の挙動

に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「瀬戸内海の海砂利資源採取による広

域的環境影響評価と管理に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「サンゴ年輪気候学に基づく、アジア

モンスーン域における海水温上昇の解析に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「飼育サンゴ骨格を用い

た酸素同位体比等の温度指標の高精度化に関する研究」 
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文部科学省 科学研究費補助金「カキ殻付着生物を利用

した水質浄化と生物生産力を向上させる技術の開発に関

する基礎」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「過去250万年間の地球

磁場強度変動に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「環境感受性が高い沿岸

魚類の食生態分析に基づく環境汚染動態解析手法の開

発」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「固体・ガス状試料の

安全性評価システムの開発のうち灰の埋立処分に伴う溶

出実験による安全性等」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「糖鎖分子

ナノアーキテクチャーの研究」 

 

岡山大学 科学技術振興費「固体・ガス状試料の安全性

評価システムの開発のうち埋立処分に伴う溶出実験によ

る安全性等」 

 

発 表：誌上発表157（125）件、口頭発表408（113）件、

その他34件 

-------------------------------------------------------------------------- 
分離吸着材料開発研究グループ 

（Aquamaterial Separation Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：坂根 幸治 

（四国センター） 

概 要： 

 海洋資源環境研究部門における重点課題「海水中の

希少資源採取吸着剤の開発」研究を進めた。海水中に

溶存する有価資源の分離吸着材料として、リチウム、

メタン等を選択的に採取するイオンふるい型吸着剤を

設計開発した。イオンふるい機能を系統的に明らかに

し、海水成分を個々に分離する総合的な技術体系の構

築をめざした。平成15年度は、以下の4課題に取り組

んだ。(1) 高性能メタン吸蔵体の開発：炭素化合物、

無機酸化物を原料とする新規ミクロポア吸着剤の開発

を進め、120mg/g 以上のメタン吸蔵量を示す多孔体の

開発をめざした。(2) リチウム採取実用化技術：採取

リチウムの高付加価値化の観点から、高純度塩化リチ

ウム塩としての精製技術の開発を進めた。(3) 高度認

識分離技術の開発：新たな研究展開を図るため、鋳型

反応を利用する新規イオンふるい分離剤の開発研究を

進めた。(4) 軽元素同位体分離剤、銀系無機イオン交

換体、難分解性硫黄吸着剤、オキソ陰イオン吸着剤、

電気化学変換材料など新たな材料の創製と機能応用を

図った。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

環境調和プラスチック開発研究グループ 

（Marine Biopolymers Research Group） 
研究グループ長：廣津 孝弘 

（四国センター） 

概 要： 

 未利用バイオマスを利用して、環境に優しく安全性

に優れた環境調和型材料の創製を目的に、海洋性多糖

類（キチン・キトサン、セルロース等）を原料に、メ

カノケミカル法により熱可塑性等を発現する機能性ポ

リマーアロイの製造技術を開発するとともに、海洋性

糖質に特有の機能を活かした新規材料の創製等を目指

す。本来非熱可塑性の多糖類を少量のプラスチックと

混合粉砕することによって、メカノケミカル的手法で

共有結合を介して化学的に全く異質の成分を複合化し、

熱可塑性を発現する新規ポリマーアロイを創成する。

海洋性糖質機能の活用のため、海藻から抽出・精製す

ることに成功している新規糖鎖認識物質の糖鎖認識機

構の解明、特徴的な水素結合ネットワークを持つ海洋

多糖類と低分子との分子レベルの複合化による新規ナ

ノ集合体の創成、海洋微生物による希少糖 D-プシコ

ースの代謝及び塩基性希少糖の生理機能の解明等を基

礎的に研究する。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７ 

 

海底系資源・環境研究グループ 

（Seafloor Environment and Resources Research 
 Group） 
研究グループ長：飯笹 幸吉 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 海底系の資源形成や地球環境影響等に関わる重金属

元素等の挙動・循環の実態・過程の解明に関する研究

の中で、本年度は北西太平洋海域の海洋資源・地質情

報の整備を含め、１）現世熱水起源重金属沈殿物、陸

上海成層等の鉱物組成、組織変動、形成年代等を明ら

かにし、２）熱水鉱床鉱化モデルの構築、微生物関与

物質の形態把握等を実施し、また３）海底資源の評価

手法の開発及び環境負荷実験データ解析、海底系の流

体挙動の定量評価手法確立のための現場データの取得

と解析等を実施する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

水中加工自動化技術開発研究グループ 

（Underwater Technology Research Group） 
研究グループ長：小川 洋司 

（四国センター） 

概 要： 

 海洋構造物の建造・補修・解体に必要な水中加工技
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術の実用化を目指し、水中溶接･切断技術のナショナ

ルセンターの機能を発揮するとともに、新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）や民間企業等

との共同研究など、造船業界および海洋産業界と連携

し、信頼性が高くかつ高能率な海中自動溶接・切断技

術の開発を行っている。 

 溶接現象の解明を目的として、シールドガス組成と

雰囲気圧力を変化させて、GTA 溶接における、電極

表面での反応、プラズマ状態の診断、溶融池表面での

過渡現象の観察と解析を実施した。異なる波長帯の映

像情報と波長分光データとを利用することにより、高

輝度のアークと低輝度の溶融池の状況を同時に高速度

で立体視（三次元観察）する技術を開発し、プラズマ

の状態と溶融池表面の湯流れ及び温度分布などの挙動

を解析するなど、物理現象の高速度観察を行う手法の

改良を行った。また、溶接中のタングステン電極の消

耗や極点の移動現象及び温度分布の時間的挙動などを

観察･解析する技術を開発・改良し、内部の結晶粒界

やトリウムの移動などと表面状態の関係について解析

した。金属表面及び内部に含まれる硫黄などの微量元

素が周辺の酸素と反応し、溶融金属からの蒸発や湯流

れなどに大きく影響し、結果として溶け込み形状や表

面形状の違いが現れることなどを明らかにした。 

 水中溶接の実用化を推し進めるために、水中溶接や

水中切断技術に関して、当グループで保有する実験デ

ータやノウハウを水中溶接技術情報データベース

（http://www.aist.go.jp/RIODB/db077/）として構築

し、広く一般で利用できるようにした。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

海洋地球変動研究グループ 

（Global Marine Environmental Change Research 
 Group） 
研究グループ長：川幡 穂高 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 将来の地球環境を考えるため、人為的な影響のない

自然状態の環境変動要因とその変動幅を明確にするこ

とが目的である。そのため、一次生産、水温等の海洋

環境予測手法の開発を行い、後期第四紀における高時

間解像度による古環境解析を実施する。また、西太平

洋低緯度域を対象として、サンゴ骨格を用いて現代と

完新世における水温の復元を行い海洋環境解析手法の

開発を行う。 

 西大平洋での現在の沈降粒子に関して、有機炭素フ

ラックスが も大きいのは亜寒帯ジャイアとインドネ

シア多島海近海、生物起源オパールフラックスが も

大きいのは亜寒帯ジャイア、炭酸塩フラックスは場所

による変化が少なく、石質成分フラックスは北緯30度

から40度にかけての遷移帯で大きいこと、さらに炭酸

塩殻プランクトン起源の沈降粒子フラックス及び群集

解析から、黒潮続流、漸移帯、亜寒帯に対応した群集

が海洋環境の季節変化と非常に呼応して変化している

ことなどが判明した。 

 サンゴ礁生態系に関しては、石垣島についての過去

100年間の試料の酸素同位体比および炭素同位体分析

からアジアモンス− ンに呼応した変化が見られる。ま

た同島および沖縄本島周辺サンゴ礁周辺でも環境ホル

モンの汚染が始まっていることが示された。さらに、

新しい古環境間接指標として再現性の高い Li 同位体

分析法、重金属濃度測定のマルチスパイク同位体希釈

分析法を Cu、Cd、Sn、Pb について確立した｡ 

 モデリングによる環境予測に関しては、海水年代を

与える放射性炭素14濃度をモデル評価に使用ことを提

案し、実際に各国を代表するモデルを検討、現実の深

層水の中の放射性核種を十分説明できないモデルは、

IPCC などの将来予測には用いない方がよいことを提

案した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

沿岸環境保全研究グループ 

（Coastal Environment Research Group） 
研究グループ長：齋藤 文紀 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本周辺及びアジア・太平洋地域の湖沼・汽水域を

含む海岸沿岸域において、地球科学的手法を用いて、

沿岸環境情報 DB の構築、調査・モニタリング技術の

開発、環境保全のための沿岸環境評価手法の確立など

を行い、持続的沿岸開発や沿岸環境保全と防災のため

に貢献することを目標とする。経済成長が大きく、人

口密集地帯である東南アジアから東アジア沿岸域の開

発と保全は、海岸沿岸域の持続的開発と地球規模の環

境保全のために国際的にも重要課題となってきている。

同地域を対象に、現地研究機関と共同で研究を実施し、

技術移転を含めた貢献を行っている。 

 平成15年度は、生態系を利用した環境評価・改善技

術開発に関する基礎的研究、汽水域・沿岸域の調査技

術開発、アジア海岸沿岸の保全と防災のための地質学

的な調査と解析を行った。本年度の現地調査は、メコ

ンデルタのカンボジア内における共同調査をカンボジ

ア鉱物資源総局と行った。更に、国際プロジェクト

IGCP-475「モンスーンアジア太平洋地域のデルタ」

の第1回国際集会をバンコクで2004年1月に実施、ベト

ナムとの二国間国際研究集会をハノイで2004年2月に

実施し論文集を共同出版した。また、東・東南アジア

地球科学調整委員会（CCOP）に新しいプロジェクト

「東アジアと東南アジアのデルタにおける統合的地質

アセスメント(DelSEA)」を提案し、採択された。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 
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生態系環境修復研究グループ 

（Coastal Ecosystem Research Group） 
研究グループ長：星加 章 

（中国センター） 

概 要： 

 環境修復・創造技術の開発を目的に、H15年度は以

下の研究を行った。(1) 流況制御による環境修復技術

の研究では、浚渫土砂活用方策の一つとして湾口部地

形改変の埋め込みに浚渫土砂を利用する可能性につい

て、徳山湾をフィールドとし現地調査および数値シミ

ュレーションから水質等の改善効果を定量的に明らか

にした。さらに尼崎港をモデルとする実験を実施した。

(2) 生物機能を利用する環境修復技術の研究に関して

は、マガキの養殖筏を浮き礁のモデルとして、マガキ

貝殻表面上に形成される生態系やその生産性向上の有

効性を評価した。(3) 藻場の造成技術に関する研究で

は、海砂に替わる新たな人工アマモ場基盤材としての

高炉スラグの適応性を評価するため、広島県三津口湾

にアマモ場を施工し、移植されたアマモの生育をモニ

タリングを行った。(4) 有害化学物質の計測技術の開

発研究では、イオンクロマトグラフィーICP 質量分

析法による海洋生物中のヒ素のスペシエーション技術

を確立した。(5) 海砂利採取による環境影響評価の研

究に関しては、瀬戸内海の海砂利採取による流動や生

態系への影響を評価し、その軽減・緩和、採取海域の

修復・整備等に必要な対策に資するための研究を実施

した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

海洋生態機能開発研究グループ 

（Marine Biological Technology Research Group） 
研究グループ長：山岡 到保 

（中国センター） 

概 要： 

 海洋生物や微生物の持つ汚染物質を分解する機能を

取り出して、汚染物質を海域から取り除く技術開発と

海洋生物が持つ生物濃縮（バイオミネラリゼーショ

ン）機構を解明し、新規生態機能材料の開発の研究を

した。海洋生物のバイオミネラリゼーションの解明で

は、海綿の骨格を構成している骨片を酸アルカリ処理

により取り出し、さらにフッ化水素酸処理で精製を繰

り返し骨片の中心にある中軸タンパクを取りだし、

SDS-PAGE により解析し、分子量2万5千で、cDNA
の解析によりシリカテンのミネラリゼーションの役割

を明らかにした。生態系機能による修復と物質生産で

は、有機スズ化合物のシデロフォアによる分解反応機

構について検討し、シデロフォアのキレート中心部位

において有機スズ化合物が反応して低分子化していく

ことを明らかにした。また環境修復に有効な微生物と

してラビリンチュラを発見し、菌の性質を培養実験に

より解明して窒素やヒ素の除去が可能であることを見

いだした。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

海洋環境材料開発研究グループ 

（Marine Eco-material Research Group） 
研究グループ長：矢野 哲夫 

（四国センター） 

概 要： 

 海域環境保全の観点から藻場形成等に必要な海藻等

の生物付着成長促進技術が求められている。この基礎

技術として、生物付着初期の表面組成の解析と、生物

親和性に優れた基板材料の研究開発を行った。藻類の

基板への付着初期における表面組成分析を行い、材料

面からの付着制御技術に関する基礎的情報を得た。ま

た、製鋼スラグを利用した海藻成長用基板材料の開発

を行うため、基板材料の多孔質化、炭酸カルシウム化

状態の評価を行った。海水を扱うプラント、およびバ

ラスト水対策で大きな社会問題となっている、海洋生

物の付着防止技術として、従来の生命活動を阻害する

化学物質利用に代わる技術として、短パルス光等の電

磁エネルギーを局所的に印加する技術の開発を行った。

本年度は、珪藻類への生理学的効果を調べた。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 
研究グループ長：岡村 行信 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本周辺海域の海洋地質情報を整備公開すると共に、

それらデータを基に日本周辺海域の活断層評価、古環

境変動の解明、地質構造発達の解明を行うことを目的

とする。第2白嶺丸を用いた音波探査、採取堆積物及

び岩石を基本データとし、それらの解析によって海洋

地質図及び表層堆積図を出版、インターネットでのデ

ータ公開も進めている。さらに日本海東縁及び南海ト

ラフ沿いの地震発生頻度を推定するために、既存デー

タに加え、他機関データや調査船等を活用し、地震性

堆積物の採取と年代測定を進めると共に、地質構造の

定量的解析を行う。日本海などの古環境変動の研究で

は、他機関の柱状堆積物試料を用いて、岩相、微化石、

化学組成などの解析を進める。 

 海底地質調査では、釧路・日高沖海域調査を実施し、

地球物理探査測線（音波探査、重力・磁力探査）約

3839km、グラブ採泥114点、大口径グラビティコアラ

－採泥3点、ピストンコアラ－1点、ロックコアラ－採

泥7点、プランクトンネット2点を実施し、地質調査速

報として出版した。また、日御碕沖表層堆積図、遠州

灘海底地質図、日向灘海底地質図の原稿を完成させ、
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能登半島から男鹿半島沖にかけての音波探査プロファ

イルをインターネットで公表した。 

 海域活断層研究では、日本海東縁の忍路海山及び津

軽西方沖の奥尻海嶺で「しんかい6500」による潜航調

査を実施した。さらに、日本海の完新世堆積速度の解

明と、日本海東縁の大陸棚・大陸斜面で既得の音波探

査プロファイルをデータベース化した。2003年9月に

発生した十勝沖地震では、地震前の取得堆積物と比較

検討し、いくつかの地点で津波による細粒堆積物の流

失を確認した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

海洋地球物理研究グループ 

（Marine Geophysics Research Group） 
研究グループ長：山崎 俊嗣 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本周辺海域において、地磁気異常、重力異常デー

タを収集し、地球物理図として出版するとともに、こ

れらのデータを用いて海底下地質構造及びその発達史

を解明する。これまでに地質調査所・産業技術総合研

究所で収集した地球物理データをデータベース化し公

開する。海底構造探査を高分解能化するため、サイド

スキャンソナーデータの画像処理技術や、海底表層地

層探査データの処理技術等のデータ解析技術の高度化

を行う。海溝－島弧－背弧システム研究（“サブダク

ション・ファクトリー”）の世界的モデルフィールド

となっているマリアナ弧のテクトニクスを、地球物理

学手法を用いて研究する。特に、マリアナトラフの拡

大過程を明らかにする。また、過去の地球磁場変動の

実態解明と、古地磁気・岩石磁気学手法の応用による

地質の調査手法の高度化を行う。海洋地球科学分野に

おけるビッグ・プロジェクトである統合深海掘削計画

（IODP）は、全日本としての取り組みが構築されつ

つあるところ、当グループは積極的に参画し、古地磁

気変動解明を目的とする掘削の実現を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

海洋環境モニタリング研究グループ 

（Coastal Monitoring and Management Research 
 Group） 
研究グループ長：高杉 由夫 

（中国センター） 

概 要： 

 停滞性海域の環境改善に必要なモニタリングシステ

ムの開発と環境診断評価を目的として研究を実施して

いる。(1) 海底地形変化による流れ及び周辺環境に及

ぼす影響の研究では、備讃瀬戸海域での海砂利採取に

よる影響を実験により調べた。水理模型実験では採取

前に比べて採取後の流速が小さくなる傾向が、数値モ

デル実験では採取海域周辺の潮流は遅くなるが流量は

増加することが明らかとなった。(2) 保全すべきサン

ゴ礁環境の数値基準を海中懸濁物と光環境の視点から

提案することを目的として、石垣島沿岸部と外洋性の

強い石西礁シモビシ地区のサンゴ礁で比較調査を行い、

シモビシの一部区域でも沿岸部と同程度の高濁度が現

れることを見出した。この他、海底堆積物と表層濁度

との関係から、河川の有無が海底の SPSS の分布を

支配していること、サンゴ礁海水中の濁度の主因が堆

積物中の細粒物質の再懸濁によることを明らかとした。

(3) 海洋鉛直微細構造計測・解析手法の開発では、内

湾の環境診断・評価に重要な要素となる海洋鉛直微細

構造と海中プランクトン等、微小生物過程との相関性

解明に必要な測定・解析技術を取得するため、海中の

植物プランクトン量について、より高解像度で鉛直構

造の計測ができるように改良した。(4) 停滞性海域の

環境モニタリングと環境診断・評価に関しては、水

質・底質環境の悪化が著しい広島湾奥部の海田湾に設

置された海上浮体実験室において水質等の環境モニタ

リングを実施し、データを解析した。(5) 瀬戸内海数

値モデルの構築では、瀬戸内海の水温上昇について、

数値モデルを構築し実験を行った結果、外洋の変化と

気温の変化の双方が非線形的に作用していることが明

らかとなった。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］海洋地質図等基盤情報の整備と高度化

（運営費交付金、科学技術振興調整費、

科学研究費補助金） 

［研究代表者］宮崎 光旗（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］岡村 行信、山崎 俊嗣、臼井 朗 

（職員11名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 日本周辺海域の地球科学的調査・研究を通じて、地殻

を中心とした海洋地球に関する基盤的情報を系統的に整

備し、広く社会へ提供する。第一期中期計画期間（H13

～H16）では、海洋地質図14図の整備、海洋地質データ

ベースの構築とインターネット公開、これらを支え発

展・高度化させる岩石磁気等の基礎的基盤的研究に関し

て世界をリードする研究に取り組む。本研究により、産

業構造審議会産業技術分科会・日本工業標準調査会合同

会議のうたう「2010年までに20万分の1海洋地質図（四

島周辺）全49区画全ての整備」に応えるとともに、情報

の科学的な信頼性や水準の維持向上を図る。なお、海洋

地球に関する基盤的情報および科学的知見は、国や社会

の持続的発展を支える基本的公共財として、産業立地を

含む各種海洋開発・災害軽減・環境管理などに対する基

礎的資料となる。 

 本年度計画の釧路沖及び日高沖海域の海洋地質調査航

海は完了し、試資料の解析・分析結果は年度末までに航
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海報告書としてまとめられる。海洋地質図の整備に関し

ては、能登半島西方表層堆積図及び能登半島西方海底地

質図を印刷中のほか、日御碕沖表層堆積図及び枝幸沖海

底地質図の原稿がほぼ完成し、年度内に出版の予定であ

る。さらに、日向灘海底地質図、金華山沖表層堆積図、

日御碕沖海底地質図、遠州灘海底地質図、石狩湾海底地

質図、石狩湾表層堆積図の原稿も年度内に完成の予定で

ある。（海底地質図には重力異常図・地磁気異常図も添

付。） 

 データベースに関しては、新たに海域地質構造断面デ

ータ400測線以上、海底堆積物粒度データ4600件、海底

写真画像データ3400件、骨材資源評価データ1800件など

が公表される。その他、海底熱水系でのビデオ画像デー

タや地域特性データも公表予定である。 

 岩石磁気等基盤的基礎的研究では、過去10万年間程度

の高分解能古地磁気強度変動曲線を構築中であり、約8

万年前に今まで知られていなかった地磁気強度の大きな

変動があったことが明らかになった。また、赤道太平洋

海域の堆積物コアを用いて、過去2～3百万年間の相対古

地磁気強度変動の概要を明らかにする研究を進めており、

すでに個々のコアの測定を終えた。今後、コア間の対比

や記録のスタッキングを行い、年度内に標準曲線を完成

させる。その他、日本海およびオホーツク海の古環境変

動解明、マリアナトラフ海底拡大過程の解明、同海域海

底熱水系での各種調査等が進行中である。また、土壌汚

染に関連して、首都圏に分布する第四紀海成堆積物中に

含まれる重金属濃度の測定等を実施した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海洋地質図、表層堆積図、データベース、

日本周辺海域、第2白嶺丸、古地磁気、

岩石磁気、磁気異常、重力異常、海底鉱

物資源、海底熱水系、地殻流体 

 

［テーマ題目２］海域活断層の評価手法（運営費交付金、

原磁力安全基盤調査研究費） 

［研究代表者］岡村 行信（海洋資源環境研究部門海洋

地質研究グループ） 

［研究担当者］池原 研（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 評価方法が確立されていない深海域の活断層の活動度

を、音波探査プロファイル、タービダイト、潜水調査な

どに基づいて推定する手法を確立することを目標とする。

当ユニットは日本周辺海域の海底地質図を作成するため

の調査を通じて日本で も詳しい海底地質情報を有して

いることから、これらの調査を効率的に実施することが

可能となっている。 

 今年度は、北海道北西方沖の忍路海山周辺で、地質構

造に基づいたバランス断面モデル、潜水調査、津波シミ

ュレーションを実施し、1940年積丹半島沖地震の震源域

を精度よく決定するとともに、その発生間隔が1000-

5000年であることを明らかにし、7月の国際学会で発表

した。その南側の積丹半島西方沖では、タービダイトの

解析を通じて地震が500-1000年間隔で発生したことを明

らかにした。これらの結果は国際誌に公表予定である。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海域活断層、日本海東縁、南海トラフ、 

地震発生間隔 

 

［テーマ題目３］アジア太平洋地域における沿岸・沿海

地球科学情報の収集と解析（運営費交付

金、試験研究調査委託費（環境研究総合

推進費に係るもの）） 

［研究代表者］斉藤 文紀（海洋資源環境研究部門沿岸

環境保全研究グループ） 

［研究担当者］村上 文敏（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 アジア沿岸域の特徴である大規模デルタを主対象に、

地球環境変動研究への貢献を目途として、沿岸・沿海域

の堆積地質学的研究を各国の地質調査機関等と協同で実

施し、またユネスコ・国際地質科学連合の国際プロジェ

クト（IGCP-475）を主導している。デルタ研究では、

欧米に対峙するアジアの中核として、ネットワークの構

築と研究成果等の情報発信を行い、国際誌での公表や

IGBP 等の国際プロジェクトへの貢献を行うとともに、

同地域の基礎地質情報の収集と解析でもって日本が必要

とする情報を用意している。また、途上国への技術移転

による持続的発展のための基礎を築くなか、アジアにお

ける産総研のプレゼンスを高めることにも貢献している。 

 今年度は継続して行ってきた中国、ベトナム、タイの

海岸沿岸域から取得した地質学的なデータの解析ととり

まとめを現地共同研究機関と行い、国際学術誌に順次発

表している。とりまとめのうち、中国黄河と長江デルタ

の古環境変遷に関しては、過去約1万年間において千年

オーダーの気候変化の影響を記録しており、特に森林伐

採などの人間活動が花粉分析から明らかになり、すでに

報告した土壌流出と調和的な結果を得た。タイのチャオ

プラヤデルタおよびベトナムのホン河（紅河）デルタの

過去1万年間の環境変遷については、世界的な海水準変

動の影響を強く受けてデルタが発達してきたこと、近年

の人間活動の影響も千年の時間スケールで受けてきたこ

とが明らかになってきている。15年度に行う予定のカン

ボジアのメコンデルタ調査については2004年3月にボー

リング調査を実施した。 

 これら研究進捗に加え、産総研が中心となりユネス

コ・国際地質科学連合に提案した国際プロジェクト

IGCP-475「モンスーンアジア太平洋地域のデルタ」が

2003年2月に承認されたことを受けて、第1回の国際集会

をタイ、バンコクで2004年1月に実施した。またベトナ

ムとの共同研究のとりまとめのため、2004年2月にハノ

イで二国間の国際研究集会を実施した。 
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［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］アジア、データベース、デルタ、海水準、

沿岸環境 

 

［テーマ題目４］地球科学的手法による地球環境変動要

因等の解明（運営費交付金、科学技術総

合研究委託費、試験研究調査委託費（地

球環境保全等試験研究に係るもの）、試

験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）） 

［研究代表者］川幡 穂高（海洋資源環境研究部門海洋

地球変動研究グループ） 

［研究担当者］野原 昌人、田中裕一郎、鈴木 淳 

（職員5名、他22名） 

［研 究 内 容］ 

 温暖化など地球環境問題に地球科学的立場から貢献す

ることを目的として、過去の環境変遷や現在のプロセス

の解明と地球環境・地域環境の将来予測、環境対策技術

に対する効果評価・影響評価手法などの開発をめざすも

のである。現在も大気中に毎年約0.5%ずつ増加し続け

ている二酸化炭素が海洋内部での炭素輸送とどのような

関係があるのか、海洋表層での二酸化炭素吸収、鉛直下

方への輸送、さらにサンゴ礁生態系の炭素循環への寄与

評価を含めて解明する。IPCC の報告書への寄与なども

念頭にいれて研究を行っている。 

 今年度は、西太平洋高緯度域におけるエクスポート生

産の流量と組成について解析を終了した。また、この海

域における浮遊性有孔虫群集についても分析を終了した。

現在、この海域の環境にエクスポート生産や浮遊性有孔

虫の流量や組成がどのように呼応しているのかを季節変

動や年変動から解析している。 

 サンゴ礁生態系に関しては、琉球列島石垣島の過去

100年間の試料について安定同位体比分析を終了した。

現在、酸素同位体比および炭素同位体について、アジア

モンスーンに呼応した変化が見られるか、解析中である。

あわせて、サンゴ礁保全に関連して内分泌攪乱物質の測

定を行い、論文としてとりまとめた。 

［分 野 名］地質・海洋、環境・エネルギー 

［キーワード］海洋、地球環境、温暖化、炭素循環、古

環境、微化石、サンゴ、同位体分析 

 

［テーマ題目５］生態系を中心とする沿岸環境評価・修

復技術（運営費交付金、試験研究調査委

託費（地球環境保全等試験研究に係るも

の）） 

［研究代表者］宮崎 光旗（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］星加 章、山室 真澄、高杉 由夫、 

西村 清和（職員13名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 複合生物系、海洋生物等の環境との応答性など環境影

響評価技術を開発、また各種難分解性化学物質の生物的

モニタリングなどをとおして、環境リスクの評価や環境

修復の指針を提示する。沿岸域は陸域における人間活動

によって生産された様々な物質が集積する場であり、温

帯域・亜熱帯域で沿岸生態系を構成する生物相が異なっ

ている我が国の現状を踏まえた影響評価、特に世界的に

も手つかずとなっている堆積物を経由した化学物質の動

態の解明と、現実的問題としての瀬戸内での海砂利採取

による環境影響評価を中心に研究を展開する。併せて必

要な機器開発や環境修復技術開発を行う。 

 亜熱帯・温帯沿岸域の主な植物群を分析した結果、大

型植物のδ15N が富栄養化の程度を、微細藻類のδ13C
が生息場所の塩分を反映する事が分かった。これらの指

標により、サンゴ礁が海草やマングローブと複合生態系

を形成する事で、過剰な栄養負荷を防いでいる可能性が、

また温帯域では塩分変化による凝集した懸濁物（堆積

物）の摂取により肉食魚より泥食魚にダイオキシンが濃

縮した可能性が示された。さらに高度成長期以前のアマ

モ現存量の推定とその生態系の構造から、藻場の規模と

浄化機能の検討が重要であることが明らかとなった。 

 海砂利採取の影響評価研究に関しては、採取域での流

況の変化や底生微細藻類等の生産力低下による効率の悪

い食物連鎖構造への変化、あるいはアマモ場の減少など

が起こっていること、一方採取中止域では中止後の海底

砂の移動による地形変化、あるいはアマモ場の増加が判

明し、砂場復元の可能性や覆砂工法などの有効性が示唆

された。関連して、アマモ播種に関する技術開発や水砕

スラグ利用の人工アマモ場造成試験などに取り組み、技

術の有効性を検証している。 

 機器開発等に関しては、硝酸塩・亜硝酸塩の現場可搬

型栄養塩計測システムの作製、改良した微小生物鉛直分

布測定装置による閉鎖性湾での計測、淡塩境界観測シス

テムのテレメトリ化実験などを実施した。 

［分 野 名］地質・海洋、環境・エネルギー 

［キーワード］沿岸環境、環境修復、底質浄化、アマモ

場、生態系、安定同位体比、機器開発、

有害物質計測技術、シミュレーション、

水理模型実験 

 

［テーマ題目６］海洋資源の有効利用（運営費交付金、

エネルギー需給構造高度化技術開発等委

託費、原子力試験研究委託費） 

［研究代表者］坂根 幸治（海洋資源環境研究部門分離

吸着材料開発研究グループ） 

［研究担当者］苑田 晃成、廣津 孝広、小川 洋司 

（職員9名、他22名） 

［研 究 内 容］ 

 海洋資源の有効利用の観点から海水溶存リチウム採取

を中心に、ナノポア材料の新規合成等の分離吸着材料の

開発と実用化に向けて取り組む。リチウム吸着剤の吸着
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能力40mg/g 以上、リチウム同位体濃縮に関する分離係

数1.034は世界 高レベルである。またメタン吸蔵に関

してはアメリカ合衆国エネルギー省の実用化目標値であ

る150mg/g 以上を掲げている。 

 海水からのリチウム採取に関しては、発電所温排水流

路に堰を設け、生じた圧力差を用いて流動床を流路中に

形成する吸着槽と脱着液の供給装置からなる採取装置を

概念設計し、1/1000スケールの装置を製造中である。ま

た実用化に向けて、模擬脱着液実験による脱着用の酸の

分離回収、不純物除去等の試験を行い、99.99%のリチ

ウム純度を予備的に達成できた。リチウム同位体濃縮に

関しては、分離係数1.034にまで到達し理論的限界に近

づいた。吸着速度に関してもゾルゲル法を用いることで

固相反応法の約10倍と大きく改善できた。この同位体分

離剤を大量合成した後カラムに充填し、カラム分離法で

リチウム同位体濃縮を試みることで、カラム分離パラメ

ータを抽出できた。 

 メタン吸蔵体に関しては、表面積800m2/g 以上の炭素

構造体及びモノリス型複合体や、有機親和性で700m2/g
の比表面積を持ち、ミクロ細孔容積が0.3ml(liq.)/g、
細孔径が0.7-0.8nm 程度でメタン吸着に対して 適条

件をもつミクロ多孔体、あるいは超高表面積活性炭

（3,000m2/g）の製造に成功し、メタン吸蔵量150mg/g
を達成するところまできている。 

 その他、海水中でも有効な陰イオン系に対する選択吸

着材、銀系抗菌材の開発、あるいは水中溶接・切断技術

の高度化と技術データベースの構築・公開・更新を行っ

ている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、地質・海洋 

［キーワード］海水、リチウム採取、メタン吸蔵体、同

位体分離、海水用抗菌剤、硝酸イオン・

リン酸イオン吸着剤、水中溶接、水中切

断技術、溶接現象、データベース 

 

［テーマ題目７］海洋微生物等の機能性利活用（運営費

交付金、試験研究調査委託費（地球環境

保全等試験研究に係るもの）、若手任期

付研究員支援（継続）） 

［研究代表者］宮崎 光旗（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］廣津 孝広、矢野 哲夫、山岡 到保 

（職員12名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 海洋微生物等の特徴的な機能の探索や糖質材料および

利用技術の開発をめざし、第一期中期計画での中心的取

り組みは、バイオマス利用による多糖含有量60%以上で

熱可塑性を発現する環境調和型多糖系複合体の製造法の

確立、海藻由来物質の糖鎖認識機構解明、そして微生物

による有機スズ化合物の毒性低減化である。メカノケミ

カル法による前者の開発アプローチは世界的にも独創的

であり、また微生物利用によるバイオリメディエーショ

ンは世界でも第一線の技術であるとともに実用化にもつ

ながるものである。海洋糖鎖に関する研究は次期を見据

えた萌芽的研究である。 

 環境調和型複合体の製造に関しては、多糖標準物質と

して取り上げたセルロースと、反応性ポリマーとして無

水マレイン酸をグラフト化したポリエチレン（MAPE）あ

るいはポリプロピレン（MAPP）を用いてメカノケミカ

ル的に複合化し、各種試験を行った。MAPE あるいは

MAPP のグラフト基構造の 適化により、セルロース

含有量が60重量%においても好適な複合体の製造が可能

であることが実証された。MAPE あるいは MAPP とセ

ルロース間に共有結合が形成されることにより、結合さ

れた MAPE あるいは MAPP とマトリックス間の強い

相互作用により多糖微粒子の分散性が格段に向上したこ

とによる。また、このことにより多糖微粒子とマトリッ

クス間の接着性も著しく向上し、複合体の引っ張り強度

は、マトリックス自体の値より大きくなった。 

 有機スズ化合物の毒性低減化に関しては、Pseudomonas 
chlororaphis を固定化剤で固定化微生物を作製してシ

デロフォアを安定的に放出させることで有機スズ化合物

の持続的な分解を確認した。また、シデロフォアの有機

スズ化合物の分解機構を明らかにした。 

 海洋糖鎖に関しては、認識対象となる中性糖の固定化

条件を基礎に、N-アセチル基などのイオン性置換基を

有する糖鎖のマトリックスへの有効な固定化条件を見出

した。また、超臨界二酸化炭素条件下で、環状オリゴ糖

であるシクロデキストリン中にアゾベンゼンが包接され

ることを熱分析及び赤外分析により世界で初めて明らか

にした。 

 その他、ラビリンチュラによる色素生産法の確立、海

綿のミネラリゼーションの軸形成過程、海洋細菌による

有機ヨウ素生産の解明、海藻付着基に関連する糖解析、

レーザ照射による珪藻類へのダメージ効果実験などを行

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー、地質・海洋 

［キーワード］海洋、バイオマス、多糖類、メカノケミ

カル、ポリマーアロイ、糖鎖認識、ヘマ

グルチニン、キチン質、グルコサミン、

希少糖、海洋微生物、バイオミネラリゼ

ーション 

 

⑤【エネルギー利用研究部門】 
（Institute for Energy Utilization） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：濱 純 

副研究部門長：武内 洋、山崎 正和、成田 英夫 

総括研究員：牧野 三則 

 

所在地：つくば西、つくば東、北海道センター 
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人 員：105（101）名 

経 費：2,056,931千円（675,154千円） 

 

概 要： 

 我が国の産業の発展と住み良い社会の実現のために、

エネルギー利用に伴うCO2の排出抑制やエネルギーの

安定供給技術の確立が強く期待されている。このため、

エネルギー利用研究部門では、エネルギー源の多様化

を図りながらよりクリーンなエネルギーへの変換と、

それらエネルギー源の輸送や貯蔵技術についての研究

を行うとともに、それらの資源を熱や動力等へ変換す

る技術あるいは徹底的に効率的な利用を図る技術等の

研究開発を通じて、エネルギーの安定供給の確保と地

球環境の保全を目指した環境調和型エネルギー需給構

造の構築に貢献していく。 

 これらの目標達成に向けて、具体的には電気と熱を

効率よく使い、総合エネルギー効率を飛躍的に向上さ

せる「小型分散エネルギーシステム」、廃棄物や自然

熱・未利用熱を有効に使う「カスケード・リサイクル

技術」、革新的「エネルギー輸送・貯蔵技術」、水素等

の次世代クリ－ン燃料を製造する「クリーン燃料製造

技術」、エネルギー安定供給を可能とする「エネルギ

ー源の多様化技術」の5つの分野に重点を置き、循環

型社会の構築に向けた新たなコンセプトとプロトタイ

プの提案を行っていく。 

１）分散型エネルギーシステム 

 地球温暖化の抑制に向けて、民生部門における省

エネルギーの強力な推進と新エネルギーの開発や普

及が期待されている。一方、民生用家庭部門ではエ

ネルギー消費量の伸びが著しいにもかかわらず、シ

ステム的な省エネルギー化が遅れており、早急な取

り組みが要請されている。このため、コジェネレー

ションを主とした分散型エネルギーシステムの 適

化を目指して、電力負荷変動の平準化を可能とする

大容量高出力キャパシタの開発、分散型電源などか

らの低質排熱や未利用自然熱の高効率利用技術、地

域別エネルギー需給データ解析に基づくエネルギー

平準化技術の研究開発やシステムのコストベネフィ

ット評価などに取り組んでいる。 

２）エネルギーのカスケード利用リサイクル技術 

 エネルギーの安定供給と地球環境保全を達成する

には、熱・動力利用機器及びそのシステムの高効率

化やクリーン化が も重要な課題である。このため

には、エネルギーを極限まで使いきる技術、ますま

す苛酷になるシステムの要求に合わせて材料を設計

し仕立て上げる技術、あるいはリサイクルする技術

などの研究開発が必要となってくる。このため、ダ

イオキシン生成抑制のための燃焼技術、プラスチッ

ク廃棄物のリサイクル技術、あるいは耐熱耐蝕材料

の開発と評価、さらに低エミッションかつ高効率な

次世代動力発生技術の研究開発を行っている。 

３）エネルギー輸送・貯蔵技術 

 エネルギーの供給は社会を維持していくうえで寸

時も中断してはならず、エネルギーの輸送・貯蔵の

安定性・確実性が求められている。このため、クリ

ーンエネルギーの輸送・貯蔵技術の省エネルギー化、

安全性、確実性を目的として、省エネルギー型天然

ガス輸送技術の研究開発を行っている。また、エネ

ルギー安定供給のためにはエネルギー輸送・貯蔵等

における防災・産業安全の基盤技術の確立が重要で

あることから、LPG、LNG 等のエネルギー地下貯

蔵における構造的不連続性に関連した長期安全性評

価技術の研究開発などを行っている。 

４）クリーン燃料製造技術 

 エネルギーセキュリティーの確保と環境保全の両

立を目標として、クリーンなエネルギーの製造すな

わち既存エネルギーのクリーン化や燃料転換技術な

どの研究開発を行っている。軽油の超深度脱硫技術、

自動車用燃料電池のためのナフサ、ガソリンの完全

脱硫技術、超重質油のアップグレーディング技術、

石炭の完全脱灰技術、あるいは石炭を高純度の水素

に転換する革新的水素製造技術、水素添加ガス化に

よるメタンの製造技術や固体触媒を用いたガス精製

技術の研究開発を行っている。 

５）エネルギー源の多様化技術 

 私達の生活や産業活動を支えるエネルギーを安定

に供給するためには、省エネルギーやリサイクル技

術の開発とともに、石油だけに頼らないエネルギー

供給構造をつくることが不可欠である。我が国周辺

海域に多量に存在するメタンハイドレート資源開発

利用技術、ソーラーケミストリーやバイオエネルギ

ー、風力発電技術などの研究開発を行っている。ま

た、生物の代謝機能を模したエネルギー変換プロセ

スを活用した生物電池、太陽熱、排熱などを熱源と

する熱再生型燃料電池の研究開発や乱流制御などに

関する基礎研究も行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「低レイノルズ数流れにおける翼列特性の研究ならびに

衝撃損傷特性解析の研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「流動層によるバイオマス等からのガズとチャーの併産

技術に関する研究」 

 

発泡スチロール再資源化協会 発泡スチロールのリサイ

クル技術および用途開発に係わる技術開発支援「廃発泡

スチロールの接触分解による有機溶剤、BTX の回収」 
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財団法人日本宇宙フォーラム「軌道上において有効な液

体体積計測システムの開発」 

 

財団法人鉄鋼業環境保全技術開発基金 第24回（平成15

年度）環境分野助成研究（一般研究助成）「廃電子機器

や廃自動車からのシュレッダーダスト中に含まれている

プラスチックの分離・回収技術の開発」 

 

財団法人地球環境産業技術研究機構「CO2ハイドレート

天盤被覆層のガス封入性能と安定性の評価研究」 

 

財団法人地球環境産業技術研究機構「二酸化炭素の海洋

送り込み時挙動に関する研究」 

 

学校法人慶應義塾大学 天然ガス貯蔵のためのハイドレ

ート製造技術の開発「ハイドレート結晶構造の多様性を

考慮した製造プロレスの高度化」 

 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費 

「エネルギー・環境技術標準基盤研究」 

 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費 

「高温空気燃焼対応高度燃焼制御技術開発」 

 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費 

「環境適合型次世代超音速推進システム技術開発」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「乱流制

御による新機能熱流体システムの創出／乱流制御による

新機能熱流体システムの構築(2)」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）継続「活性化学種との反応による不飽和炭

化水素からのエアロゾル生成機構の研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「軽油の酸化的超深度脱硫に関する研

究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「永久凍土地帯のメタンハイドレート

の安定性と生成解離」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）」 

 

経済産業省 電源多様化技術開発等委託費「エネルギー

システム総合評価基盤技術研究開発」 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 メタンハイドレート開

発促進事業「メタンハイドレート開発促進事業（物性・

動特性に関する研究開発）」 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 新燃料油研究開発調査

（バイオマス燃料への混合に対する自動車への影響につ

いて「新燃料油研究開発調査（新燃料油導入影響調査

（バイオマス燃料の軽油への混合に対する自動車への影

響に関する調査））」 

 

経済産業省 大臣官房会計課 潤滑油改良によるディー

ゼル排ガス中の PM 低減化技術調査「潤滑油改良によ

るディーゼル排ガス中の PM 低減化技術調査」 

 

環境省「スパイクタイヤ類似品に関する調査」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「臨界点近傍における圧

縮性多成分系流体の特異的熱輸送に関する研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「超臨界二

酸化炭素の地下水・地下物質に対する動的溶解特性に着

目した CO2地中隔離技術開発」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「水素貯蔵

用高次修飾ナノカーボン触媒の開発」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「小型分散

型電源用 MHD エンジンの開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「加圧熱水反応を用いた未

利用樹皮からのケミカルズ製造に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「異種元素導入による電気

化学キャパシタ用高性能炭素電極の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「流動層による大量排ガス

中に含まれる低濃度 NOx の高度処理」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「実用燃焼炉 適化に向け

た高度燃焼制御基盤技術の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「クラスレート水和物の結

晶構造多様性を利用した省エネルギー天然ガス貯蔵・輸

送技術に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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「エネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有

効利用基盤技術先導研究開発 低品位燃料の高効率クリ

ーンエネルギー変換システムの研究開発：低温プラズマ

改質・レーザ着火による含水素火炎利用クリーン省エネ

エンジンの開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「水素安全利用等基盤技術開発／水素に関する共通基盤

技術開発／水素シナリオの研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「石炭利用技術振興事業 石炭利用次世代技術開発調査 

ハイパーコール利用高効率燃焼技術の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有

効利用基盤技術先導研究開発 多様なニーズに対応する

フレキシブルタービンシステムの研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有

効利用基盤技術先導研究開発 分散電源排熱を利用した

オフィスビル対応型小形吸収冷凍機の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー使用合理化技術戦略的開発 エネルギー有

効利用基盤技術先導研究開発 分散電源排熱を利用した

オフィスビル対応型小形吸収冷凍機の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー使用合理化技術戦略的開発／エネルギー有

効利用基盤技術先導研究開発／過冷却蓄熱による床暖房

システムの研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プロ

セス技術）ナノコーティング技術プロジェクト」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「バイオマスエネルギー高効率転換技術開発 バイオマ

スの高速ガス化方式によるメタノール等気体・液体燃料

への高効率エネルギー転換技術開発 バイオマスガス化

基礎特性の把握」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「バイオマスエネルギー高効率転換技術開発 有機性廃

棄物の高効率水素・メタン醗酵を中心とした二段醗酵技

術研究開発 メタン醗酵の効率化及びバイオエンジニア

リングの研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「バイオマスエネルギー高効率転換技術開発／バイオマ

スの低温流動層ガス化技術の開発／低温ガス化触媒の循

環流動層への適用可能性に関する調査」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「二酸化炭素削減等地球環境産業技術研究開発事業／地

球環境産業技術に係る先導研究／断熱発泡樹脂中の代替

フロン等の回収と分解に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「平成15年度国際石炭利用対策事業 国際協力推進事業

『未利用石炭等重質炭化水素資源の利用技術に関する調

査』」 

 

発 表：誌上発表218（192）件、口頭発表505（172）件、 

その他25件 

-------------------------------------------------------------------------- 
小型分散システム研究グループ 

（Distributed Energy System Research Group） 
研究グループ長：赤井 誠 

（つくば東） 

概 要： 

 民生用家庭部門はエネルギー消費量の伸びが著しい

にもかかわらず、システム的な省エネルギー化が遅れ

ており、エネルギー利用効率を、抜本的に改善するた

めの研究開発及び新技術の導入普及が要請されている。

本グループでは、戸建て住宅や集合住宅を対象として、

1) 低緯度地域に匹敵する夏期の気象条件を有すると

いう先進国では希な条件下でのエネルギー消費パター

ンの把握とモデル化、及びこれらの結果に基づくシス

テムの 適化と環境便益の評価に関する研究を行うと

同時に、2) 吸収システムの高効率化技術、3) 氷スラ

リーによる高効率冷熱利用技術、4) マイクロバブル

生成技術、5) 小型分散型電源用液体金属 MHD エン

ジン、6) 水素－リチウム熱再生型電池など、分散型

エネルギーシステムを実現するための要素技術やその

評価に係る技術の研究開発を実施し、エネルギー需要

の変動に追従して柔軟に熱と電力を供給し、家庭にお

けるエネルギー消費量を20%削減可能な分散エネルギ

ーシステムを提唱することを目指している。さらに、

7) 水素によるエネルギーマネジメント手法の研究、

8) エネルギーシステムのコスト便益分析や9) 長期的

エネルギーシナリオに関する研究などを実施し、集

中・分散の調和のとれたエネルギー需給構造のあり方

を提言することを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

循環システム研究グループ 

（Closed Combustion System Research Group） 
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研究グループ長：高橋 三餘 

（つくば東） 

概 要： 

 熱機関とそのシステムの高効率化、低エミッション

化を目指した研究を進めている。主たる研究として、

1) タービンシステムの高効率化を目的とした水蒸気

利用タービンシステムの解析とこれを実現するために

必須となる水蒸気微少液滴形成技術の研究、2) コジ

ェネレーション用高効率水素ディーゼルエンジンの紫

外光による着火・燃焼技術の研究がある。この他に、

3) 工場などからの排熱を有効に利用するタービンシ

ステムのサイクル解析、5) バルク着火により圧縮着

火エンジンを実現するためのレーザ着火技術、1) 小

型分散電源への応用を目的とした水素内燃スターリン

グエンジンおよび固体酸化物型燃料電池とスターリン

グエンジンコンバインドシステムの研究、などを行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

熱・物質移動制御研究グループ 

（Thermal Engineering Research Group） 
研究グループ長：宗像 鉄雄 

（つくば東） 

概 要： 

 地球環境問題も含めたエネルギーシステムの中で大

きな役割を演じている熱や物質の移動現象に関し、エ

ネルギーを高度に利用するために必要不可欠な現象解

明と能動的制御技術の開発を目標として以下の研究課

題を行なう。1) 高性能低温生成・利用技術：パルス

管冷凍機に関して、 適な蓄冷器の条件、2次的な流

れに伴う熱損失、超低温域での特性等の把握を行う。

また、液化天然ガスなどの持つ冷熱エネルギーを有効

利用するシステムを開発する目的で、超臨界空気およ

び超臨界窒素中で現れる熱現象解明のための可視化実

験を進めると伴に、超臨界空気からの酸素の磁気分離

の実証実験に着手する。2) 超高効率太陽電池基板製

造技術：融液内対流の制御に高周波磁場を利用した高

純度単結晶育成装置を開発する目的で、高周波加熱下

でのルツボ温度分布、融液内対流の三次元構造、等を

明らかにする。また、任意の系に対応可能な表面・界

面張力及びその温度係数を測定するシステムを開発す

る。3) CO2大量隔離技術の適用可能性および社会的

合意形成に関する研究：海洋および地中を利用した

CO2大量隔離技術の適用可能性を検証する目的で、

CO2溶解水の粘度計測を実施するとともに、CO2溶解

度の光学的計測手法を開発する。また、CO2ハイドレ

ート天盤層の安定性評価試験に着手する。さらに、大

量隔離技術の適用による隔離期間および隔離量の評価

手法を検討する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

エネルギー変換材料研究グループ 

（Energy Conversion Material Research Group） 
研究グループ長：袖岡 賢 

（つくば西） 

概 要： 

 熱・動力利用のエネルギー機器・システムの高効率

化・クリーン化に向けて、材料に要求される苛酷な性

能を満たすため、これに応える材料を設計し、仕立て

上げる技術開発を進めている。C/C composite（炭素繊

維強化炭素複合材料）、CFRP（Carbon Fiber Reinforced 
Plastics）、CMC（Ceramic Matrix Composite）、コーテ

ィング等の技術を応用し、タービン入口温度1700℃級

タービンやジェットエンジンに適用可能な、耐熱耐食

材料および高応力負荷対応複合材料の開発と評価技術

の確立を目指している。さらに、ナノ粒子分散コーテ

ィングやナノインデンテーションによる物性評価等の

研究も進めており、ナノテクノロジーのアプローチに

よる新しいエネルギー材料開発にも取り組んでいる。

います。さらに、ナノ粒子分散コーティングやナノイ

ンデンテーションによる物性評価等の研究も進めてお

り、ナノテクノロジーのアプローチによる新しいエネ

ルギー材料開発にも取り組んでいます。 

 

ターボマシン研究グループ 

（Turbomachinery Research Group） 
研究グループ長：吉田 博夫 

（つくば東） 

概 要： 

 流体機械や熱機関またエネルギー・物質輸送系など

を含む熱流体システムの効率を極限まで高めることは

エネルギー利用技術における重要な目標になる。マイ

クロ・セラミック・ガスタービン（μCGT）、風力発

電、乱流制御などに関する基礎研究を通してクリーン

エネルギーの創生ならびに無駄なくエネルギーを輸送

したり利用したりするための基盤技術の確立を目指し

ている。これまで多くの困難のためにほとんど手付か

ずであった乱流制御研究においては、 新のマイクロ

デバイスや流体そのものの機能化をとおして乱流の長

所（混合・拡散・熱伝達促進効果）を伸ばし短所（摩

擦抵抗）を克服するための基礎的ならびに実用的研究

を進めている。μCGT の研究では1,300℃を超える高

温でのセラミックの衝撃挙動を調べることのできる独

自の試験装置を利用し企業との共同研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

クリーン動力グループ 

（Clean Power System Group） 
研究グループ長：後藤 新一 

（つくば東） 

概 要： 
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１）新燃料エンジンシステム：DME エンジン・ボイ

ラー・発電機の研究開発および DME 車両の試作を

実施。DME2t トラックおよびマイクロバスが大臣

認定によりナンバーを取得。RIO-DB のデータベー

ス更新。 

２）ディーゼル車のナノ粒子の計測技術と除去技術の

開発：ナノ粒子計測技術の基礎研究の推進。 新車

両による微量 PM 計測の試み。 

３）省エネ・超低公害の次世代車両性能評価技術：

HEV の燃費評価方法の検討と試験車を用いた基準

の策定実施。 

４）タイヤの制動・駆動制御の高度化技術：タイヤの

氷上性能の研究、防滑靴の研究の推進。スパイクタ

イヤ類似品の基準策定基礎調査。タイヤ騒音現象の

解明。 

５）将来のクリーン動力のためのシーズ探求研究：自

転車駆動機構の高効率性の評価実施。身障者用アー

ムサイクルの製作および評価。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

熱回生利用研究グループ 

（Thermal Energy Application Research Group） 
研究グループ長：角口 勝彦 

（つくば西） 

概 要： 

 分散型エネルギーシステムを構成する機器や各種空

調機の室外ユニットからの排熱、ごみ焼却熱、生活排

水が保有する熱等の人間活動に起因する様々な種類の

低質排熱、および太陽熱や地熱等の自然熱は、多くの

場合未利用エネルギーとして放置されています。未利

用エネルギーはエネルギー集積度が低く、常温に近い

ものが多いため、有効に活用しにくいという特徴を持

っています。またこれらの一部は都市温暖化を促進す

る原因の一つにもなっており、環境に影響を与えない

ように熱を健全に捨てる事の重要性も指摘されていま

す。熱回生利用研究グループでは、分散型発電機器等

からの排熱を省動力で回収・輸送する技術、太陽熱等

の暖房に適した未利用熱をロスなく長期間貯蔵できる

蓄熱技術、普通の温度の地熱を寒冷地における融雪や

民生用冷暖房に利用する技術、ヒートパイプを利用し

た熱回収・冷却技術等の開発と実用化を通して、文字

どおり熱を蘇生（回生）させる事を目指しています。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

燃焼反応制御研究グループ 

（Combustion Reaction Control Research Group） 
研究グループ長：宮寺 達雄 

（つくば西） 

概 要： 

 燃焼に関する計測・解析、燃焼に関わる素反応速度

の測定・理論解析、燃焼に伴って排出される有害物質

の処理等の研究を行っている。近年は、燃焼に伴って

排出される有害物質の抑制が、環境保全とエネルギー

の有効利用を推進する上で も重要な課題のひとつに

なっている。ダイオキシン類は、廃棄物焼却等により

非意図的に生成される物質であるが、生成機構に不明

な部分が多いこともあり、工業炉や比較的小型の焼却

炉などでは対策が困難である。その排出抑制のため、

小型流動層燃焼装置や対向噴流燃焼装置を用いてダイ

オキシン類や多環芳香族化合物などのダイオキシン類

前駆物質の生成挙動の研究を行うとともに、衝撃波管

やレーザー分光法、数値解析などを用いてハロゲン化

合物の反応特性を明らかにする研究を実施している。

また、燃焼灰中のダイオキシン類や燃焼排ガス中の

NOx、農薬などのハロゲン化合物を触媒で無害化処

理する研究も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

炭化水素循環・利用研究グループ 

（Hydrocarbon Utilization Research Group） 
研究グループ長：加茂 徹 

（つくば西） 

概 要： 

 廃プラスチックは日本で年間約1000万トン排出され、

貴重な国内有機資源と見なすことができるが、現在で

も約半分が単純焼却や埋め立て処理されている。また

褐炭等の低品位炭は発熱量が低く発火し易いため、こ

れまで採掘国で発電以外ほとんど利用されていない。

本研究グループでは、廃プラスチックや低品位炭等の

未利用有機資源を将来のエネルギー源として利用する

ための技術開発を行っている。 

 有機溶媒中でプラスチックを加熱すると、熱可塑性

プラスチックは勿論、熱硬化性プラスチックも可溶化

することができる。本法を使用済み自動車や電子電気

機器から排出されるシュレッダーダストの処理に適用

することにより、金属やハロゲン類を分離・回収し、

有機物を素材資源あるいはエネルギー資源として利用

することができる。また、本法を低品位炭の改質に応

用し、褐炭の貯蔵・輸送安定性を高める研究を行って

いる。 

 嵩比重の低い廃プラスチックに対しては、発生地域

で分散処理することが有利であり、小規模で高効率な

処理技術の開発が急務である。本研究グループでは、

砂や溶融アルカリを用いてプラスチックをガス化し、

C1～C4の炭化水素ガスや水素に転換するための研究

を行っている。 

 

ガスハイドレート研究グループ 

（Gas Hydrate Research Group） 
研究グループ長：海老沼孝郎 
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（北海道センター） 

概 要： 

 ガスハイドレートは、水分子からなる多面体構造の

中に、メタン、二酸化炭素などのガス分子が包接され

た氷状の固体物質である。ガスハイドレートの 大の

特徴は高密度ガス包蔵性であり、例えば1cc のメタン

ハイドレートには、標準状態換算170cc 以上のメタン

が含まれている。メタンハイドレートは、低温・高圧

の生成条件が満たされる海底堆積層と永久凍土地帯に

広く分布することが明らかとなり、その資源量は在来

型天然ガスの究極資源量に匹敵する404兆 m3と評価さ

れている。日本列島近海の南海トラフにおいても、我

が国が消費する天然ガスの約100年分に相当するメタ

ンハイドレートが存在すると見積られている。この氷

状のメタンハイドレートをガスと水に分解して、天然

ガス資源としてメタンを採収する技術の開発を目的に、

メタンハイドレート堆積層の基礎物性解明、分解挙動

の解明とモデル化、ガス採収方法の開発などの研究を

行っている。また、高密度ガス包蔵性、熱物性、生成

解離に伴なうガス選択性などのガスハイドレートの特

異な物性を産業利用するための研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９ 

 

エネルギー貯蔵材料研究グループ 

（Energy Storage Material Research Group） 
研究グループ長：羽鳥 浩章 

（つくば西） 

概 要： 

 電力貯蔵はエネルギー利用の多様化・高効率化のた

めの重要技術の一つであり、二次電池やキャパシタと

いった電力貯蔵デバイスがハイブリッドカーや電力需

給の平準化といった用途で使われている。炭素材料は、

次世代エネルギーシステムの中ですでに重要な役割を

果たしているリチウム電池や燃料電池などの先進デバ

イスにおいて無くてはならない材料として近年脚光を

浴びているが、当研究グループでは、長年培ってきた

炭素材料のナノ構造制御・解析技術を生かして、21世

紀の分散型エネルギーシステムにおいてその実用化が

期待されているキャパシタ用高性能電極の開発を行っ

ている。また、炭素材料は、そのナノスケールの組織

構造内にさまざまな物質を高密度で収容できることか

ら、水素・メタン（天然ガス）といったクリーンエネ

ルギーを炭素材料中に貯蔵する技術についても検討を

行っている。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

システム安全研究グループ 

（System Safety Research Group） 
研究グループ長：小杉 昌幸 

（つくば西） 

概 要： 

 エネルギー安定供給の確保のためにエネルギー貯

蔵・輸送施設における長期的安全性評価技術の開発を

目途とし、災害加速のメカニズムと地下貯蔵施設の長

期安定システムの研究を行った。災害加速のメカニズ

ムの研究では、ガス濃度と火炎加速現象との関係をガ

ス爆発装置の実験により明らかにした。地下貯蔵施設

の長期安定システムの研究では、地下構造材料の安定

性を評価する手段として破壊力学手法の岩石靱性実験

により岩盤内湿潤状態の影響を明らかにした。また、

地下の も弱い部分である断層不連続面を効果的に監

視する新技術の創出と実用化開発を目的とし、断層監

視の実用装置を開発し、実際の断層挙動を予測するた

め岩石せん断実験により挙動モデルを明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

バイオマス研究グループ 

（Biomass Research Group） 
研究グループ長：小木 知子 

（つくば西） 

概 要： 

 唯一の再生可能な有機物であり、環境浄化／温暖化

軽減機能を有するバイオマスは、環境調和型のエネル

ギー資源として期待されているが、2002年には導入目

標値が設置され、導入実用化が急務となっている。こ

のようなバイオマスエネルギーの普及導入の促進を目

的として、そのための原料に応じたプロセス開発；す

なわち熱化学反応（液化、流動化、スラリー化、抽出

等の加圧熱水反応、熱分解、ガス化-間接液化）、生物

学的反応（メタン発酵、エタノール発酵、生物電池

（微生物発電））の研究を行う。また導入にあたって

必要なエネルギー-システム評価の研究を行う。 

 

新燃料開発研究グループ 

（Advanced Fuel Research Group） 
研究グループ長：斎藤 郁夫 

（つくば西） 

概 要： 

 重質炭化水素資源（石炭・重質油等）のクリーン

化・高効率転換・利用に関する研究を行っている。ハ

イパーコール（無灰炭）は石炭をガスタービンやディ

ーゼルエンジンで直接利用する可能性を拓くことから、

その製造法確立のため、選択的粉砕脱灰法および溶剤

脱灰法によるハイパーコール製造 適条件の探求とそ

の利用に関する基礎的研究を行っている。また、重質

油の転換・利用技術に関して、効率的、経済的な改質

技術への高性能炭素質触媒の適用可能性を検討し、ス

ラリー床型反応器による超重質油の分解触媒として、

炭素質触媒、硫化モリブデン系触媒、鉄系触媒の性能

評価を行っている。 
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研究テーマ：テーマ題目13、テーマ題目14 

 

クリーン燃料研究グループ 

（Clean Fuel Research Group） 
研究グループ長：幡野 博之 

（つくば西） 

概 要： 

 石炭などの有機物をクリーンに、かつ、高効率で使

用することを目的として、燃料転換技術ならびに燃焼

技術に関わる研究を実施している。ユニットの重点課

題である「有機物／水系水素製造法の反応特性」は有

機物と高温高圧水蒸気中を反応させて水素と CO2に

変換すると同時に、生成する CO2を CaO 等の吸収剤

で固定化することで高純度の水素を得るというもので

ある。平成15年度についても水素製造コスト試算を行

うと共に、小型装置を用いて連続運転を行うと共に新

しい供給装置を試作し、高い水蒸気分圧下で検討を行

った。その結果、水素濃度90%前後、メタン10%程度、

2ppm 以下の H2S 濃度を確認した。この他に、格子

金属や触媒を用いた高効率低温ガス化の研究や、加圧

流動層燃焼装置を用いた下水道汚泥などの高効率燃焼

など、固体を含む多相系の反応装置を核としてエネル

ギー・環境問題に資するための研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目15、テーマ題目16、テーマ題目

17、テーマ題目18 

 

熱化学研究グループ 

（Thermochemical  Engineering Research Group） 
研究グループ長：永石 博志 

（北海道センター） 

概 要： 

 エネルギー源の多様化による炭素系有機資源と熱の

有効利用技術の開発を目的とする。ポリオレフィン系

廃プラスチックを対象に熱分解及び接触分解により

BTX を合成する「廃プラスチックの化学原料化」で

は 適分解深度制御条件を明らかにするとともに混入

する塩素成分の生成物内分布を明らかにし、 適なプ

ロセス設計を図る。これにより、ケミカルリサイクル

技術を具体化する。一方、新たなエネルギー供給・利

用システム構築への貢献を目指して、コジェネを中心

として「自立分散エネルギーシステム」をキーワード

に総合的なエネルギーネットワークシステム構築を目

指した実証研究基盤の確立も併せて行う。実証研究基

盤の確立については、具体的な候補地としてコジェネ

システムに有利な熱需要の大きい寒冷地である札幌市

を想定し、サイトを決め「新エネルギー導入」と実証

研究の具体化に向け協議し、既存施設のエネルギー需

要等の計測を行う。 

研究テーマ：テーマ題目19 

 

分子化学研究グループ 

（Hydrocarbon Chemistry Research Group） 
研究グループ長：牧野 三則 

（つくば西） 

概 要： 

 自動車排ガスによる深刻な大気汚染を防止すること

を目的として、炭化水素燃料のクリーン化技術の開発

を進めている。ディーゼル自動車の排気ガス中に含ま

れる窒素酸化物、粒子状物質などを削減するための酸

化的超深度脱硫の研究では、軽油中の硫黄分を1ppm
以下に低減できる新しい技術開発を目指す。本年度は

市販軽油の酸化剤酸化脱硫法を検討し、硫黄分を

5ppm 以下に低減できることを示した。ナフサ・ガソ

リンなどの石油系軽質燃料を自動車用燃料電池の燃料

として使用するには、燃料中に含まれる微量の硫黄分

を除去する必要があり、酸化反応と吸着分離を組み合

わせた完全脱硫技術の開発を行っている。本年度はモ

デルガソリンを用い、 適酸化法および 適反応場の

探索を行った。さらに、我が国周辺海域に多量に賦存

する未利用の膨大なエネルギー資源であるメタンハイ

ドレート資源の開発・利用のために、ガスハイドレー

トの熱物性などの基礎物性の測定と解析を行っている。

本年度は、基礎試錐に伴う回収コア試料の熱物性の測

定を行った。また、ガスハイドレートの工業利用では、

低温・低圧下でのハイドレート生成を用いたガス分離

技術について、実用化のためのベンチスケール装置を

試作し、生成条件の検討を行った。炭酸ガスを超微細

発泡高分子の製造技術については、ラマン分光法を用

いた溶解速度の測定を行った。 

研究テーマ：テーマ題目20 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］小型分散システムの研究（小型分散エ

ネルギーシステムの解析とモデル化） 

［研究代表者］赤井 誠（エネルギー利用研究部門小型

分散システム研究グループ） 

［研究担当者］遠藤 尚樹、伊藤 博、前田 哲彦、 

稲田 孝明、竹村 文男 

（職員6名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

1) エネルギー消費パターンのモデル化技術：福岡の

集合住宅のエネルギー需要データを取得し、解析し

た。個人宅1軒と首都圏の集合住宅12軒の戸別測定

を開始した。 

2) システム 適化技術：これまでの測定結果を元に、

SOFC、ヒートポンプ、蓄電装置、貯湯槽等を組み

合わせ、省エネルギーなシステムを示した。 

3) 吸収システムの高効率化技術：ハイブリッドシス

テム用に液体ピストンを使用する圧縮機を試作し、

封液の挙動を調べた。水蒸気の断熱吸収速度を測定

した。 
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4) 氷スラリーによる高効率冷熱利用技術：ポリビニ

ルアルコールが氷の特異な結晶面に作用して結晶成

長を抑制する効果を確認した。 

5) マイクロバブル生成技術：超音波による均一微細

気泡の発生方法について、その原理を明らかにした。

また、気泡が急減速を受ける場合における履歴効果

について明らかにした。 

6) 小型分散型電源用液体金属 MHD エンジン（前

田）：液体金属流れの2次元数値計算コードを開発し、

性能評価を行った。また、同実験装置の設計製作を

行い、実験を開始した。 

7) 熱・電気統合型ネットワーク技術開発（前田）：

電力エネルギー部門と共同で、エネルギーの融通可

能な分散システムを検討し、実験的検証用の負荷シ

ミュレーターの構築を行った。 

8) エネルギーシステムのコスト・便益（赤井）：分

散型エネルギーシステムの外部性評価システムのプ

ロトタイプの完成と、CO2隔離に関するリスク認知

の予備調査完了。 

9) 水素貯蔵システムの 適化（赤井）：水素による

負荷平準システムに種々の付加価値を組合わせたシ

ステムの LCA 分析の実施とエネルギーモデルによ

る導入シナリオの作成。 

10) 水素エネルギートータルマネージメント手法の研

究（赤井）：トータルシステムの完成と世界トップ

クラスの性能を有する可逆セルの開発。 

11) 水素シナリオの研究（赤井）：水素自動車の外部

便益の評価を行い、暫定値ではあるが、水素供給コ

ストと比較して有意な値を取る可能性のあることを

明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギー消費パターン、 適化、吸収

システム、氷スラリー、マイクロバブル、

MHD、技術評価、水素、シナリオ 

 

［テーマ題目２］循環システムの研究 

［研究代表者］高橋 三餘（エネルギー利用研究部門循

環システム研究グループ） 

［研究担当者］壹岐 典彦、古谷 博秀、倉田 修、 

齋藤 剛（職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 高効率スターリングエンジン：1.水素内燃スターリン

グエンジンの研究では再生器金網メッシュの一部を酸化

触媒に置き換えた実験を行い、水素注入量が多くなると

エンジン内部における熱損失が増加するため効率向上が

頭打ちになることがわかった。2.SOFC-SE コンバイン

ドシステムの研究では試作した S/E の基本特性を求め

た。 高発電効率は15%が得られた。エンジン特性を解

析した結果、機械損失、熱伝導損失などの低減が今後の

エンジン性能向上に重要であることがわかった。 

 水蒸気潜熱利用技術の研究：小型分散型用タービンシ

ステムとして考案した小型リヒートガスタービンシステ

ムについて、コジェネレーションシステムとしての性能

を評価し、発電効率はやや低下するものの、総合効率を

高めたシステムに改良した。 

 微細加工噴射弁を試作し微粒化現象を調べた。0.04mm
と0.01mm の単噴孔から数気圧で水を噴射した場合、噴孔

から10mm 以内で液滴列に分裂していることを確認し、写

真観察と平均粒径の測定結果から個々の液滴が合体する可

能性を指摘した。 

 水素エンジンの研究：燃料電池と同程度の出力規模で

高効率利用が可能と考えられる HCCI（予混合圧縮着

火）エンジンについて、水素燃料を適応することを想定

し、水素の圧縮着火特性試験と、水の利用による着火時

期制御の可能性について検討を行い、これらの手法が確

立した場合、理論上その効率向は従来のレシプロエンジ

ンの効率25%程度に対して、5から10%の効率向上の可

能性があることを示した。 

 同軸二重管バーナにおける平面回転火炎の研究：リム

冷却2重管バーナを製作し、回転火炎の回転数に対する

リム温度（0℃から73℃）や混合気濃度の影響を調べた。

さらに、温度や排ガス成分を調べる代わりに、流速分布

を軌跡法で調べる手法に変更し、そのための装置を準備

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］スターリングエンジン、リヒートガスタ

ービン、水素エンジン、回転火炎 

 

［テーマ題目３］熱・物質移動制御の研究 

［研究代表者］宗像 鉄雄（エネルギー利用研究部門

熱・物質移動制御研究グループ） 

［研究担当者］白石 正夫、西尾 匡弘、中納 暁洋、 

染矢 聡（職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

１）高性能低温生成・利用技術：パルス管冷凍機に関

しては、蓄冷材の熱容量変化に着目した蓄冷器につ

いて実験し、熱容量変化が冷凍能力へ及ぼす影響を

明らかにした。可視化実験では、二次的な流れを制

御することで性能がより向上できる可能性があるこ

とを示した。また、超低温領域でのパルス管冷凍機

についてヘリウムと窒素を媒体とした場合の特性を

把握した。超臨界空気および超臨界窒素中で現れる

熱現象の解明については超臨界窒素に関する二次元

数値解析を行い、実験で捉えたピストン効果に対す

る理論的裏付けを得た。また、超臨界空気からの酸

素の磁気分離に関する可視化実験から、磁場による

新たな分離技術の開発可能性を示すことができた。 

２）超高効率太陽電池基板製造技術：高周波加熱下で

のルツボ周囲の温度計測を行った。その結果、高周

波誘導コイルとルツボとの相対位置でルツボ側壁の
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温度が変化することを明らかにした。実験で得られ

たルツボ側壁温度から融液内自然対流に与える影響

を数値解析した結果、いずれのルツボ側壁温度分布

であっても三次元不安定性が発生すること、ルツボ

上部温度を低下させることにより不安定性が弱まる

こと、等を明らかにした。また、画像処理と実験式

を用いた界面張力温度係数の計測法を開発した。 

３）CO2大量隔離技術の適用可能性および社会的合意

形成に関する研究：CO2溶解水溶液の粘性について、

CO2濃度上昇に伴う粘性の増加と高温域での粘性変

化率の低下を明らかにした。溶解度計測ではハイド

レート存在時における溶解度の圧力依存性を実験に

よって明確にした。また、CO2の拡散挙動などを精

度良く計測するためのレーザ計測システムを構築し

て CO2の水に対する溶解度を評価した結果、同シ

ステムを用いて溶解度を極短時間で測定することが

可能であることを示した。その他、ハイドレート天

盤層の安定性評価試験を開始した。さらに、航走船

舶式隔離技術における海水中の CO2溶解・拡散挙

動のモデルと生物影響評価モデルの統合モデルを提

案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パルス管冷凍機、超臨界、太陽電池、 

CO2大量隔離、熱伝達、物質伝達 

 

［テーマ題目４］乱流制御による新機能熱流体システム

の創出 

［研究代表者］吉田 博夫（エネルギー利用研究部門タ

ーボマシン研究グループ） 

［研究担当者］川口 靖夫、菊島 義弘、阿部 浩幸、 

松沼 孝幸、瀬川 武彦、宇 波（特別

研究員）、李 鳳臣（特別研究員）、 

魏 進家（特別研究員）、Junguo Pang
（特別研究員）、児玉 良明（海技研）、

春海 一佳（海技研）、 

西澤 啓（JAXA）、笠木 伸英（東大）、

鈴木 雄二（東大）（職員6名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマの目的は、 新のマイクロデバイス技術なら

びに制御技術を用いて乱流を知的に制御しその短所を克

服し長所を伸ばすための基盤技術を確立することである。

短所克服のための乱流摩擦抵抗を減少させる研究では、

吹き出し吸い込みジェットアレーにより乱流抵抗を低減

することに成功した。摩擦抵抗は新たに開発した光ファ

イバー型歪みセンサを用いた。また、長所を伸ばす研究

では、翼からの流れの剥離を抑制するために縦渦発生装

置を開発し能動制御システムへの組み込めるようにした。

これにより第二世代の能動制御システムの土台を築いた。

片持ち梁型 MEMS センサの機能向上をはかり風向に加

えて、風速、摩擦力を同時計測できる作動原理を考案し

た。今後、さらに高度な閉ループ型制御システムを構築

する予定である。また、流体自身の機能に働きかける制

御方法として水に界面活性剤を微量添加した場合の流れ

と熱伝達の基本特性を実験的かつ直接数値シミュレーシ

ョンにより検討を継続した。また、抵抗低減効果の

on/off を発現させる方法について検討した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］乱流制御、抵抗低減、マイクロデバイス、

翼型剥離、界面活性剤 

 

［テーマ題目５］DME エンジンシステムに関する研究 

［研究代表者］後藤 新一(エネルギー技術研究部門ク

リーン動力グループ) 

［研究担当者］小熊 光晴、木下 幸一、塩谷 仁、 

辻村 拓（職員4名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、DME（ジメチルエーテル）を用いたエ

ンジンシステムの研究を行い、実用化の目処をつけるこ

とを目的とする。 

 本年度は 小限度の改造で DME を燃料とする2t ト

ラックおよび福祉マイクロバスを開発し、エンジンベン

チテストで取得したデータを基に大臣認定による車両登

録を申請し、ナンバーを取得した。また、DME 専用に

開発された燃料噴射ポンプを搭載し、軽油運転同等以上

の出力と新短期規制値をクリアする4t トラックの開発

に着手した。エンジンベンチテストでは噴射タイミング

の調整等で軽油運転時を上回る出力を得つつ、新短期規

制値を大幅に下回る排気性能が得られた。 

 また、燃料としての DME の標準化に必要なデータ取

得を目標に、潤滑性や粘性の評価、および発光分光法等

による基礎燃焼特性の評価を行った。 

 今後は、4t トラックの噴射条件の 適化と大臣認定

によるナンバー取得、および DME2t トラック、マイク

ロバスを含めた走行試験、および発電用大型エンジンの

研究開発を順次行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境、エンジン、新燃料、DME、ジメ 

チルエーテル、自動車、発電、標準化 

 

［テーマ題目６］熱回生利用の研究 

［研究代表者］角口 勝彦（エネルギー利用研究部門熱

回生利用研究グループ） 

［研究担当者］盛田 耕二、松本 成司、平野 聡、 

上山 愼也（他非常勤4名） 

［研 究 内 容］ 

 自然熱、未利用熱の有効利用を目的として、三つのサ

ブテーマ毎に研究を進め、平成15年度は以下の成果を得

た。 

① 省動力熱輸送・蓄熱技術の研究 

従来のヒートパイプでは困難な鉛直下向きの距離
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5m に及ぶ独自の省動力熱輸送について性能評価を

行った。その結果、等価熱伝導率で比較すると熱の

良導体として知られる銅の約50～100倍の熱輸送性

能を示す事が分かった。この値は従来型ヒートパイ

プの性能とほぼ同等であるものの、ヒートパイプで

は実現困難な熱輸送である事を考慮すると、極めて

良好な値である。 

 また過冷却現象を利用した蓄熱（Super-TES）
については、顕熱分を第1の熱需要で使用し、潜熱

分を過冷却貯蔵後の発核操作によって第2の熱需要

で使用するような床暖房システムを考え、省エネル

ギー量を含む動作特性を数値シミュレーションで明

らかにした。 

② 地殻の熱的機能利用技術の研究 

 ガイア融雪システムを1設備完成させた。現場実

験によって、青森県森田村の現場における地層の有

効熱伝導率、熱容量、卓越した伝熱機構などを明ら

かにした。新しい住宅用の大地熱源冷暖房システム

の基本概念を検討するとともに、研究者が開発した

地中熱交換器による小規模地熱発電について、発電

システムの運転特性と発電出力を検討した。 

③ 各種廃棄物の低環境負荷サーマルリサイクル技術

の研究 

 密閉型で加熱体積10-7(m3)程度、到達温度1500℃

程度の超小型高密度輻射加熱炉を用いることにより、

雰囲気を変化させた高温スラグの溶融過程の観察を

可能とした。観察対象の微小化に適応した熱電対配

置や物性値測定手法の検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］自然エネルギー、未利用エネルギー、 

蓄熱、熱輸送、ヒートパイプ 

 

［テーマ題目７］燃焼反応制御の研究 

［研究代表者］宮寺 達雄(エネルギー利用研究部門燃

焼反応制御研究グループ) 

［研究担当者］宮寺 達雄、土屋健太郎、竹内 正雄、 

浮須 祐二、畑中 健志、椎名 拡海、 

北島 暁雄（職員7名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイオキシン生成挙動の研究に関しては、塩素源とし

て塩化水素を供給したときの吹き込み位置が、PCDD/ 
Fs 生成反応に与える影響を調べた。その結果、流動層

部での塩素の存在が燃焼反応に強い影響を与え、

PCDD/Fs 反応の出発物質と思われるすすや PAHs を大

幅に増加させ、結果として PCDD/Fs の生成量を増加さ

せることを明らかにした。PAH の生成挙動については、

気相拡散燃焼において PAH の生成抑制と高い火炎の安

定性の維持を両立させる適性燃焼条件を明らかにした。

反応の速度論的な研究に関しては、芳香族炭化水素を攻

撃し塩素化すると思われる化学種を量子化学計算により

探索し、塩化銅と塩素分子のコンプレックスを理論上見

出した。DME と LPG 成分の混合燃料について数値シ

ミュレーションにより燃焼速度の変化を調べた。DME
＋ブタンで非加成性が見られたが、純粋な DME に対し

て僅かな増大であり、燃焼上支障がないことを明らかに

した。有害排出物の処理の研究に関しては、焼却飛灰か

らのダイオキシン類の溶媒抽出において、抽出率は溶媒

に大きく依存することを明らかにした。また、抽出した

ダイオキシン類の分解には、Pd／アルミナ触媒が有効

であることを見い出した。メタノールによる NOx の選

択還元反応に NO の酸化が重要な役割を果たしている

ことを、SOx は NO の酸化を阻害して NOx 還元性能を

低下させることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダイオキシン、抑制技術、廃棄物焼却 

 

［テーマ題目８］メタンハイドレート資源開発生産手法

開発（物性・動特性に関する研究開発） 

［研究代表者］海老沼孝郎（エネルギー利用研究部門ガ

スハイドレート研究グループ） 

［研究担当者］海老沼孝郎、皆川 秀紀、内田 努、 

長尾 二郎、竹谷 敏、大村 亮 

（職員6名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、海底堆積層及び永久凍土地帯に分布す

る天然ガスハイドレートを新たな資源として利用するた

めに、天然ガスハイドレートを含む堆積層から天然ガス

を経済的かつ安全に生産する技術の開発を 終目標とす

る。このためには、天然ガスハイドレートを含む堆積層

の態様の解明、天然ガスハイドレートの分解挙動の解明、

生産シミュレータの開発及び天然ガスハイドレートを分

解しガスを採収する手法の開発が必要である。特に本課

題においては、天然ガスハイドレート堆積層の基礎物性

と分解動特性の解明に注力し、コア・スケール（直径

50-100mm、長さ200-300mm 程度）の実験からガス産

出方法の評価が可能な室内実験規模へ展開する。本課題

の成果は、産総研地圏資源環境研究部門を中心に開発さ

れる生産シミュレータとともに、 終的にはガス採収手

法の開発に資する。平成15年度は、以下の研究を実施し

た。 

(a) 基礎物性の解明 

 X 線回折、ラマン分光及びガスクロにより、3成

分及び4成分から成るガスハイドレートのガス密度

評価法を開発した。マイクロフォーカス X 線 CT
の画像解析から、孔隙率及び孔隙径分布の定量的情

報を取得する手法を確立した。実堆積層の温度、圧

力条件において、浸透率及び力学強度を解析する手

法を確立するとともに、孔隙スケールでのメタンハ

イドレートの産状とこれら特性値の関係を明らかに

した。 
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(b) 分解動特性の解析 

 実堆積層の温度、圧力条件において、減圧法、熱

刺激法（温水循環及び熱水圧入）を想定したコア実

験手法を確立するとともに、生産条件（減圧度、加

熱度）とガス産出挙動（産出レート、ガス回収率、

水の産出挙動）の関係を定量的に求めて、各手法の

比較評価を可能とした。また、熱流束と分解速度を

精度よく実測する実験を行なって、メタンハイドレ

ート分解過程の熱収支を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ガスハイドレート、天然ガス、資源開発、

物性、動特性、利用 

 

［テーマ題目９］永久凍土地帯のメタンハイドレートの

安定性と生成解離 

［研究代表者］海老沼孝郎（エネルギー利用研究部門ガ

スハイドレート研究グループ） 

［研究担当者］海老沼孝郎、皆川 秀紀、内田 努、 

長尾 二郎、竹谷 敏、大村 亮 

（職員6名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 低温高圧条件でメタンと水から生成するメタンハイド

レートは、外観は氷に類似しているが、水1cc に対して

標準状態換算約200cc の比率でメタンを包蔵する。メタ

ンハイドレートは、永久凍土地帯や大陸縁辺部の海底堆

積層に広く分布することが確認され、地球表層における

主要な炭素（地球温暖化ガス）貯留源と考えられている。

永久凍土地帯のメタンハイドレートは、環境変動による

温度と上載荷重の変化に対応して、地球温暖化ガスを放

出または吸収する。本研究の目的は、特に熱力学的安定

深度より浅い層に分布することが指摘されているメタン

ハイドレートを対象に、その安定性と生成解離機構を解

明して、環境変動に対する寄与を明らかにすることであ

る。平成15年度は、以下の研究を実施した。 

 永久凍土浅層に存在するメタンハイドレートの安定化

機構を明らかにするために、被写界深度が深い共焦点走

査型光学顕微鏡を用いて、氷点下温度におけるメタンハ

イドレート分解過程の｢その場｣観察を実施した。その結

果、氷点下温度におけるメタンハイドレートの解離は、

メタンハイドレートの解離により発生する水蒸気が氷の

微結晶として表面に昇華凝結し、さらに層状に表面を覆

うことにより効果的に抑制されることが分かった。また、

氷の融点近傍に保持されたガスハイドレート堆積物の分

解実験を行なったところ、平衡温度が氷点下となる圧力

で分解させた場合には、堆積物の温度は平衡温度まで低

下せずに結氷点で一定となり、分解速度が低下すること

が分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ガスハイドレート、永久凍土、温暖化、

生成解離、動特性、安定性 

［テーマ題目10］エネルギー貯蔵材料の研究（大容量キ

ャパシタ電極用炭素材料の開発） 

［研究代表者］羽鳥 浩章（エネルギー利用研究部門エ

ネルギー貯蔵材料研究グループ） 

［研究担当者］丸山 勝久、児玉 昌也、曽根田 靖、 

吉澤 徳子、安藤 祐司、山下 順也、 

高木 英行 他8名（職員8名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 電力貯蔵はエネルギー利用の多様化・高効率化のため

の重要技術の一つであり、二次電池やキャパシタといっ

た電力貯蔵デバイスがハイブリッドカーや電力需給の平

準化といった用途で使われている。炭素材料は、次世代

エネルギーシステムの中ですでに重要な役割を果たして

いるリチウム電池や燃料電池などの先進デバイスにおい

て無くてはならない材料として近年脚光を浴びているが、

エネルギー貯蔵材料グループでは、長年培ってきた炭素

材料のナノ構造制御・解析技術を生かして、キャパシタ

用高性能電極の開発を行っている。15年度は、キャパシ

タ用炭素材料の 適構造の解明のため、カルビン、カー

ボンナノファイバー、カーボンエアロジェルなどの新規

多孔質炭素材料の製造と構造解析を行い、炭素構造とキ

ャパシタ性能との相関性を明確にするための研究を行っ

た。その結果、既存の炭素系電気二重層キャパシタ用電

極材として使われている活性炭に比べて、2～3倍の電気

容量が得られる膨張化炭素繊維試料において、ことが明

らかとなり、その電解質濃度依存性から、インターカレ

ーション反応が疑似容量として働いていることが示され

た。また、カーボンエアロジェルを用いて細孔構造と電

極特性との相関について詳細な検討を行ったところ、充

放電速度によるミクロ孔とメソ孔の容量寄与度の変化や、

ミクロ孔への特異吸着現象によってミクロ孔サイズがイ

オンサイズに比べてわずかに大きいときに貯蔵容量が

大となることなどが明らかになった。電気二重層キャパ

シタの多孔質炭素電極界面での現象についてはいまだ不

明な点も多く、本研究の成果は理想構造の炭素電極創出

には欠かせない重要な知見を与えるものと言える。 

 本研究では、炭素系材料を用いた水素貯蔵や水素製造

技術に関しても先導的な研究を行っている。水電解法に

よる水素過酸化水素同時製造法の開発においては、水素

と同時に過酸化水素を製造することによって、経済的に

有利な新規水素製造システムを確立することを目的に研

究を行っている。本年度は陽極炭素材料、電解電圧をパ

ラメータとして実験を行い、高温処理した炭素材料を用

いた場合に過酸化水素と水素が生成することを見出した。

その他にも、XRD による石炭・チャーの構造解析と標

準化法の高度化など、炭素系材料の構造解析技術に関す

る詳細な検討も行っており、「構造制御技術の高度化」、

「表面制御技術の高度化」、「構造解析技術の高度化」を

柱として、革新的次世代エネルギー技術の創出に資する

研究開発を進めている。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素材料、キャパシタ、水素利用、 

 

［テーマ題目11］水素貯蔵用高次修飾ナノカーボン触媒

の開発 

［研究代表者］高木 英行（エネルギー利用研究部門エ

ネルギー貯蔵材料研究グループ） 

［研究担当者］羽鳥 浩章、八田千賀子、松尾 聡 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 水素を利用したエネルギーシステムを構築していく上

で、その貯蔵・供給技術の確立は 重要課題である。こ

れまでに高圧で圧縮する、低温で液化する、水素吸蔵合

金を使用する等の方法が提案されているが、いずれも問

題点が多い。これに対し、カーボン系吸着材は、高い貯

蔵能力、軽量、豊富な資源量から水素貯蔵材料として注

目されている。しかしながら、カーボン表面と水素分子

との相互作用は基本的に分子間力のみであり、これまで

に十分な貯蔵量は達成されていない。また、精度の高い

水素貯蔵量評価技術の確立、貯蔵メカニズム及び水素と

カーボン表面との相互作用に関する知見の集積など解決

すべき課題は多い。一方、シクロヘキサンやデカリン等

のハイドライドを利用した水素貯蔵技術は、高い水素貯

蔵量、CO2排出量が理論的にはゼロであること、ハンド

リングが容易であるなどの理由から、発展が期待されて

いる。しかしながら、この水素貯蔵系構築のためには、

ハイドライドからより温和な条件下で効率良く水素を取

り出すことができる触媒が必要であり、その開発が求め

られている。本研究では、ナノ構造をもつカーボン材料

表面に水素活性サイトを付与した高次修飾ナノカーボン

を開発し、水素貯蔵材料として、またケミカルハイドラ

イド転換触媒として利用するための基礎的知見を得るこ

とを目的としている。 

 平成15年度までに、ナノカーボンの水素貯蔵量評価法

及び表面構造解析法を確立した。種々のナノカーボンの

水素貯蔵特性を評価し、ナノカーボンの構造と水素貯蔵

量との相関を明らかにした他、表面に水素と高い相互作

用をもつ金属種を高分散担持したナノカーボンを調製し、

その水素吸着特性から、カーボン表面に弱く化学吸着し

た水素の存在を見出している。さらに、ナノカーボン触

媒の有機ハイドライド転換活性を評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵、ナノカーボン、触媒 

 

［テーマ題目12］システム安全の研究 

［研究代表者］小杉 昌幸（エネルギー研究部門システ

ム安全研究グループ） 

［研究担当者］小杉 昌幸、中川 祐一、歌川 学、 

大森阿津美（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー安定供給の確保のためにエネルギー貯蔵・

輸送施設における長期的安全性評価技術の開発を目途と

したシステム安全研究として、以下の要素研究を行った。 

① 災害加速メカニズムとリスクアセスメントの研究

では、ガス濃度と火炎加速現象との関係を解明する

ため、爆発圧力を計測するガス爆発実験を継続して

行った。ガス濃度と火炎加速現象の実験的検討を

50%達成し、この結果、プロパンの濃度範囲と火炎

加速圧力との関係を明らかにするとともに、3～4倍

の破壊圧力による対策が必要なことを示した。 

 また、難燃材の燃焼特性について基礎実験的な研

究を行っている。 

 さらに、エネルギー施設におけるリスクアセスメ

ントに関連して、環境政策とリスクアセスメントの

従来からの知見を精査し、環境リスクアセスメント

における温暖化対策技術の評価法およびその目標達

成の評価法を作成して提案した。この提案方法に関

して、特許3件、ノウハウ3件を申請した。提案評価

法の普及と実用のため、温暖化対策の導入シナリオ

に関する検討を進めている。 

② 地下貯蔵施設の長期安定システムの研究では、地

下貯蔵の安定監視の研究として、地下の も弱い部

分である断層不連続面を効果的に監視する技術を実

用化開発し、地下貯蔵施設のみならず岩盤斜面監視

への適用を考慮して広報を行い、特許実施を促進し

た。地下施設の安定監視に関連して、新たに三次元

傾斜監視法の検討を行い、ジャイロ方式を用いた新

技術を提案して特許申請と特許実用化共同研究申請

を行った。 

 また、地下貯蔵施設に関連する断層監視の研究で

は、ライセンシング型共同研究（運営費交付金）に

おいて断層監視の実用装置を東海地域にある静岡県

善福寺断層に設置し、開発装置の実用性を検証した。

断層の微細挙動に関するデータを分析し、善福寺断

層東側の岩盤が西側岩盤にやや潜り込む方向（47.4

度）とせん断ひずみベクトル(0.0294mm、445μ)、断

層閉塞(0.0239mm、362μ)を明らかにした。これらの

結果について、周辺の岩盤変位との関連について解

析を進め、さらに、装置の回収再設置による長期監

視機能の検証を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］安全工学、リスクアセスメント、温暖化

対策、破壊力学、岩盤力学、地震工学 

 

［テーマ題目13］ガスタービン発電用完全無灰炭製造技

術 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門新

燃料開発研究グループ） 

［研究担当者］鷹觜 利公、坂西 欣也、川島 裕之、 

（職員4名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 安価で埋蔵量が豊富な亜瀝青炭からハイパーコールを

高収率で製造するための前処理および抽出条件の探索を

目的として、酸処理、水熱処理の前処理効果の検討、お

よび抽出時の極性溶剤種、添加物の効果について検討し

た。その結果、工業溶剤として新たにメチルナフタレン

オイル（CMNO）が 大81%の高い抽出率を与えるこ

とを見出した。この効果は CMNO 中に含有する極性化

合物の効果によるものと考えられる。また NMP、2-ナ

フトール、2-メチルキノリンの添加物の存在により、抽

出率が7-10%向上することが明らかとなった。以上の結

果から、亜瀝青炭の抽出率を向上させる方法としてキノ

リン類の窒素化合物の添加が効果的であることを明らか

にした。 

 前処理効果では、事前酸処理によりワイオダック亜瀝

青炭で大幅に抽出率が向上し、 大で72.2%に達するこ

とが分かった。また酸処理により灰分量も減少し、亜瀝

青炭で目標値である200ppm 以下を達成した。さらにそ

の酸処理によって原炭中のアルカリ金属イオンが除去さ

れることが定量分析の結果明らかとなった。 

 ハイパーコールのキャラクタリゼーションに基づき、

亜瀝青炭のモデル構造を構築した。そのモデルを用いた

分子シミュレーションにより、亜瀝青炭における熱時抽

出機構として、極性溶剤による石炭中の水素結合の緩和、

並びに事前酸処理による金属カルボキシレート架橋の解

離による抽出率増加の寄与が大きいことを示すに至った。 

 ハイパーコール中に微量に残存する灰分および微量金

属の分析法として、フローインジェクション-ICP-AES
法を独自に開発した。この手法では0.1g の試料量で数

ppb レベルの定量分析が可能であることを示した。その

方法を用いて各条件で得られるハイパーコールの灰・微

量金属の組成を明らかにするに至った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］完全無灰炭、溶剤抽出、ガスタービン利

用 

 

［テーマ題目14］未利用重質油の水素化分解に関する研

究 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門新

燃料開発研究グループ） 

［研究担当者］杉本 義一、佐藤 信也、坂西 欣也、 

松村 明光（職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 効率的、経済的な改質技術への高性能炭素質触媒の適

用可能性を検討するため、スラリー床型反応器による超

重質油の分解触媒として、炭素質触媒、硫化モリブデン

系触媒、鉄系触媒の性能評価を行った。 

 スラリー床(懸濁床)反応器による重質油の分解に用い

るため、有望と思われる以下の触媒((1)～(5))のコーキ

ングテストを実施した。 

 (1) 高表面積活性炭を担体とする炭素質触媒（NMC1）、

(2) 褐炭から調製した活性炭を担体とする炭素質触媒

（NMC2）、(3) 硫化 Mo 系触媒（MoS、CoMoS）、(4) 

リモナイト（FeOOH）、(5) 石炭担持鉄触媒（FeCoal） 

 リモナイトや NiMo/活性炭触媒の場合には、運転中

圧力上昇は全くなく、運転後のオートクレーブ内にコー

クと思われる塊状物は認められなかった。したがって、

これらの触媒をワンスルーで使用する場合、長期間の安

定運転が可能であると思われる。MoS や CoMoS 触媒

では3日間の運転期間中で数度の圧力上昇が認められ、

運転後のオートクレーブ内には砂粒程度の塊状物が少量

存在した。これらのコーク状塊状物はもろい凝集物であ

り、大型装置では反応底部から抜き取ることにより問題

とならない可能性もある。また、触媒量や反応圧力の増

加によってコーク生成量を低減できるものと思われる。

一方、FeCoal、450℃の反応では軽質な分解生成油が得

られるがコーク生成も著しく、反応圧力が著しく増加

(～12MPa)したため、数時間で運転を停止した。オー

トクレーブおよび貯槽内からコーク状物質が大量に回収

された。 

 以上の結果から、スラリー床型反応器による超重質油

の粉末分解触媒として、炭素質触媒、硫化モリブデン系

触媒、鉄系触媒の性能を比較し、炭素質担体に Ni、Mo
を担持した触媒は、コーク生成量が少なく安定した運転

が可能であること、脱硫反応が大きく促進されることを

明らかにした。更に超重質油分解触媒として炭素質触媒

の有望性が示されたが、今後、より長期間運転による安

定操作性の確認や沸騰床、固定床に用いられる成型化炭

素質触媒の性能評価を行って、その有効性を確認してい

く必要が考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］重質油、水素化分解、スラリー床 

 

［テーマ題目15］有機物／水系水素製造法の反応特性

（石炭等の熱化学的分解による水素製造

に関する研究） 

［研究代表者］幡野 博之（エネルギー利用研究部門ク

リーン燃料研究グループ） 

［研究担当者］幡野 博之、鈴木 善三、倉本 浩司、 

林 石英（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 化石資源・廃棄物等から二酸化炭素を回収しながら高

濃度の水素を製造するための基盤技術を開発することを

目的としている。また、目標値は水素濃度80%以上の高

純度水素を二酸化炭素濃度1%以下としている。本目標

を達成するためには反応条件と反応特性（速度、組成）、

二酸化炭素吸収剤の繰り返し性、燃料性状の影響などの

試験が必要となり、 終的にはベンチプラント、パイロ

ットプラントの運転により性能を確認する。 

 石炭から高純度水素を作ると同時に二酸化炭素吸収と
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組み合わせた研究は産総研から発信された技術であり、

世界で実施している研究は無い。生成ガスから二酸化炭

素を回収する研究は多いが効率的に見て、遜色ない値か

それ以上になっている。そのため、世界的に見ても 先

端を走っているといえる。平成15年は連続反応器の内径

を20mm から60mm に拡大し5kg/day 連続試験装置とし

ての試験を開始し、水素濃度が90%以上に出来ることを

確認した。 

 灰分の影響についてはガス化条件おいても Si、Al と

Ca と反応して鉱物を作る条件を絞ることが出来た。こ

こまでは固定層で固体同士の反応が生じやすい条件で行

ってきたが、反応器内と同じ粒子が流動化している条件

では鉱物形成による反応性低下がより防げるデータを得

つつある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、二酸化炭素吸収剤、化学反応サイ

クル 

 

［テーマ題目16］格子酸素を用いた低温ガス化に関する

研究 

［研究代表者］幡野 博之（エネルギー利用研究部門ク

リーン燃料研究グループ） 

［研究担当者］幡野 博之、佐藤 真也 

（職員1名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギーネットワークの安定性を確保するバッファ

ープロセスである起動停止の容易な流動層を用いた低温

ガス化法として酸化金属中の格子酸素を利用した高効率

で低環境負荷ガス化技術開発を目的としている。 

 酸化金属中の格子酸素を使うことで、効率的に部分酸

化ガス化を可能とし、さらに還元された金属と水蒸気と

の反応でスチームから水素を生産する。現在、ポリエチ

レン－酸化ニッケル系の検討から石炭－酸化鉄系の試験

を行い、500-600℃以下の低温でも含有水素の2倍以上の

水素を生成できることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］格子酸素、低温ガス化、空気吹き高カロ

リーガス化 

 

［テーマ題目17］コプロダクションによる CO2フリー

な物質生産システムの構築 

～タスク１：バイオマスからの水素と炭

化物のコプロダクション～ 

［研究代表者］幡野 博之（エネルギー利用研究部門ク

リーン燃料研究グループ） 

［研究担当者］幡野 博之、鈴木 善三、倉本 浩司 

［研 究 内 容］ 

 大気中の CO2と太陽エネルギーに由来するバイオマ

スのエネルギー利用は大気中の賞味の CO2濃度増加に

繋がらないカーボンニュートラルであることから、その

積極的な導入が望まれている。本プロジェクトではコプ

ロダクションの概念に立脚し、バイオマスのガス化と炭

化物の併産技術の確立を行っている。バイオマスのガス

化によって水素を製造し、燃料電池などの燃料として利

用する。このとき、従来の石炭ガス化のように、完全ガ

ス化を志向するのではなく、得られる熱源の温度に応じ

て、ガス化可能部分は水素へ転換し、チャー化した部分

は炭化物として取り出す。前者はカーボンニュートラル

かつ低エクセルギー率の化学エネルギーとして利用でき、

後者は地中投棄や土壌改質媒体として利用する。このバ

イオマスの有機質を炭化物として安定化し、利用するこ

とは、安価で高効率な CO2の固定化を意味する。これ

までに迅速熱分解装置、循環流動層型流通ガス化反応器

を利用して、種々の温度および水蒸気分圧下でガス、タ

ールおよびチャーの収率を系統的に調査した。今年度は

多孔質粒子を用いることによるガス化温度の低下につい

て検討を開始した。タールやチャーが多孔質粒子上での

補足により、より改質されてガス生成が促進されること

を確認した。 

［分 野 名］エネルギー環境 

［キーワード］バイオマス、ガス化、水素、炭化物、コ

プロダクション 

 

［テーマ題目18］含有カリウム触媒利用熱化学再生バイ

オマス改質プロセスに関する研究 

［研究代表者］倉本浩司（エネルギー利用研究部門クリ

ーン燃料研究グループ） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の CO2と太陽エネルギーに由来するバイオマ

スのエネルギー利用は大気中の賞味の CO2濃度増加に

繋がらないカーボンニュートラルであることから、その

積極的な導入が望まれている。本プロジェクトではバイ

オマスの熱分解特性および化学的性状を 大限に利用し

て、高効率にエネルギー転換するプロセスを開発するこ

とを目的としている。すなわち、流動層ガス化反応器に

おいて、バイオマス中に存在するアルカリ土類金属

（Na あるいは K）と一次熱分解時に放出されるタール

の積極的な接触を促し、タールを迅速に改質しようとす

るものである。また、一次熱分解時に生成したチャーお

よび触媒粒子上に捕捉されたタール由来のススはガス化

における反応性に乏しいため、これをあえてガス化する

ことはせず、別に設けた燃焼器において燃焼し、ここで

発生する燃焼熱を一次熱分解生成物の改質反応に必要な

熱源として利用することを想定している。以上のことか

ら、ガス化ガスと燃焼ガスの混合によるガス化ガスのカ

ロリー低下が回避でき、単位時間当たりの炭素転換速度

を大きく増大させることが出来る。本プロセスの実用化

においては、バイオマスの熱分解、揮発分とタールの効

率的ガス化、アルカリ金属類の放出と反応器内での保持、

チャー燃焼反応熱の再循環を 適に組み合わせなくては
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ならない。これまでに、北海道大学との共同研究におい

て、アルカリ土類金属の迅速熱分解時の放出挙動、触媒

流動層におけるタールの軽質化と炭化挙動を調査した。

また、プロセスシミュレータを用いて、総合的なプロセ

ス熱効率とガス化条件（ガス化温度、水蒸気／炭素比な

ど）との関係などを調査した。本年度は触媒粒子上に析

出するタール由来のススのガス化過程およびこれに伴う

細孔構造の変化を系統的に調査し、タール改質条件の

適化を行った。 

［分 野 名］エネルギー環境 

［キーワード］バイオマス、ガス化、水素、タール、ア

ルカリおよびアルカリ土類金属 

 

［テーマ題目19］炭素系有機資源の再資源化技術の研究

（運営費交付金、受託研究） 

［研究代表者］永石 博志（エネルギー利用研究部門熱

化学研究グループ） 

［研究担当者］本間 専治、池田 光二、池上真志樹、 

佐々木正秀、大山 恭史 

（職員6名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ポリエチレンやポリプロピレン、およびそ

の混合物であるポリオレフィン系廃プラスチックをガリ

ウム系あるいはホウ素系シリケート触媒により接触分解

し、ベンゼン、トルエン、キシレン（BTX）と水素、

あるいは低級オレフィン成分をそれぞれ60%以上の高効

率で回収可能なプロセスを開発するため、プラスチック

一次分解油の 適分解深度による触媒活性への影響を評

価する。そのため、初期安定活性の90%以上を達成する

触媒再生条件を確認するとともに反応制御およびプロセ

スの 適化を図ることを目的とする。 終的には、実証

プラントの設計および運転条件データを取得する。 

 本年度は、平成14年度に設計および製作した熱分解・

接触分解連続試験装置を用いて、標準 LDPE の 適熱

分解条件を設定すると共に、実廃プラスチック試料

（RPF 試料：塩素含有率約850および5300ppm）の反応

を行い、生成物収率を比較することにより塩素の影響を

実験的に確認した。また、実廃プラスチックの接触分解

に用いた触媒を再生し、再生触媒の活性変化について実

験的に確認した。生成物中の塩素分布の測定は、全自動

試料燃焼前処理装置とイオンクロマトグラフを連結した

測定システムで行った。 

 熱分解・接触分解連続試験装置を用いて、LDPE の

接触分解を行い、BTX を高効率で得られる 適一次熱

分解温度を推定したところ、ガリウムシリケート触媒で

接触分解反応温度を500℃に設定した場合には、500℃～

550℃に一次熱分解の 適温度が存在することがわかっ

た。また、この 適条件における塩素を含む実廃プラス

チックの反応では、僅かに反応性の低下が見られたもの

の触媒の活性や再活性化には大きな影響はなく、LDPE

で求めた 適一次熱分解温度で 適な BTX の回収が望

めることがわかった。ただし、目的収率の60%には及ば

ず、今後、接触分解反応機構も考慮しながら、廃プラス

チックの供給法の改善や供給条件を検討する必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］廃プラスチック、ポリオレフィン 

 

［テーマ題目20］軽油の酸化的超深度脱硫に関する研究 

［研究代表者］矢津 一正（エネルギー利用研究部門分

子化学研究グループ） 

［研究担当者］矢津 一正、古屋 武、山本 佳孝、 

牧野 三則（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 軽油中の硫黄分低減は、ディーゼル車の排気ガス対策

上、不可欠である。現行の水素化脱硫法では除去が困難

なジベンゾチオフェン（DBT）類を効率的に除去でき

る酸化脱硫技術を確立し、軽油中の硫黄濃度を1ppm 以

下に低減する経済的プロセスを開発することを目標とす

る。本年度の研究では、DBT 類の選択的酸化法の開発

として、酸化剤として過酸化水素／12-タングストリン

酸（TPA）系を用いる有機二相系中での軽油の酸化脱硫

法について検討を行った。モデル軽油として DBT 類の

テトラデカン溶液を用いた場合には、極性溶媒として酢

酸を用いた場合においても、アセトニトリルの場合と同

様に、有機二相系を形成し、過酸化水素／TPA 系によ

る酸化反応により、モデル軽油中の DBT 類を速やかに

酸化・除去できることがわかった。この極性溶媒として

酢酸を用いる有機二相系中での酸化脱硫法は、市販軽油

の酸化脱硫においても有効に作用し、軽油中の硫黄分を

大幅に低減できることがわかった。酸化処理と抽出処理

を組み合わせることにより、軽油中の硫黄分を5ppm 以

下まで低減できることを明らかにした。酸化活性ならび

に安定性向上としては、酸化触媒である TPA の固定化

について検討を行い、TPA はイオン交換法により簡便

に陰イオン交換樹脂上に固定化でき、固定化触媒として

有効に作用することがわかった。また、軽油含有成分へ

の影響把握としては、過酸化水素／TPA 系による酸化

反応の炭化水素類への影響について検討を行い、DBT
類と同様に、多環芳香族類も酸化可能であるが、それら

の酸化反応性は、DBT 類に比べて、かなり低いことが

わかった。さらに、酸化的超深度脱硫処理の効率化にお

いては、液-液向流抽出装置を流通式反応器として応用

することにより連続式酸化脱硫装置の試作を行った。連

続式酸化装置の試運転は、モデル軽油を用いて行い、過

酸化水素／TPA 系による酸化脱硫が可能であることを

明らかにした。さらに、市販軽油の酸化脱硫を試み、軽

油中のアルキル化 DBT 類の消失を確認した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］脱硫、軽油 
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⑥【電力エネルギー研究部門】 
（Energy Electronics Institute） 

（存続期間：2001.4～2004.6） 

 

研究部門長：大和田野芳郎 

副研究部門長：上野 和夫、横川 晴美 

総括研究員：秋葉 悦男、石井 格、幸坂 紳 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5 

人 員：81（79）名 

経 費：1,981,672千円（514,554千円） 

 

概 要： 

(1) ミッション 

 環境負荷低減やセキュリティの確保に配慮しつつ、

拡大、多様化する人間活動をサポ-トすることを目

的に、電力エネルギーを中心とした使いやすく経済

的なエネルギー供給システムの構築に貢献する。 

(2) 考え方 

 電力エネルギーは、需要拡大の一方で、環境負荷

の低減（特に炭酸ガス排出削減）、供給の自由化な

どに対処するため、一次エネルギー源のシフト、再

生可能エネルギーの導入、高効率化省エネルギー化

などの大きな変化が供給構造に求められている。こ

れらは共通してエネルギー源の小型分散化、さらに

は移動化（可搬化）を指向しており、個別の分散エ

ネルギー源の技術の進歩と共に、これらを相互に既

存システムと調和させて運用する技術の開発が不可

欠となってきている。本研究部門は、これら高効率

分散電源技術の開発とエネルギーネットワークの強

化技術の開発を当面の 重要課題として位置付け、

これを支えるための基礎的な材料技術及び長期的エ

ネルギー源技術、エネルギー環境技術などを配して

新しいエネルギーシステムの構築に貢献する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

経済産業省 電源多様化技術開発等委託費「分散型エネ

ルギーシステムの平準化基盤技術研究開発」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「高効率磁場核融合

に関する研究」NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

等 

 

発 表：誌上発表159（154）件、口頭発表476（181）件、

その他26件 

-------------------------------------------------------------------------- 
超電導応用グループ 

（Superconductivity Applications Group） 
研究グループ長：淵野修一郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電力供給ネットワークの高効率化、安定化に不可欠

な基盤技術である超電導電力応用技術を確立し、超電

導送電ケーブル、限流器、超電導発電機等の超電導電

力応用機器の早期実現を図る。また、長期的視野に立

ったエネルギー源の安定供給に不可欠な核融合炉用高

磁界超電導マグネットの構成技術の開発を行う。 

 具体的には、交流超電導電力技術の基盤確立を目指

すプロジェクトにおいて、500m 級1/10縮径長尺ケー

ブル冷却モデル試験を分担実施し、実用ケーブルに要

求される世界的に例のない5km 級長尺冷却の技術を

確立するとともに、限流器開発に必要とされる交流マ

グネット基盤技術を確立し、電力自由化に対応した新

機能を持つ超電導電力機器の開発を行うと共に、超電

導界磁巻線の運転条件下の環境を再現する回転試験装

置を用いて、これまで十分に把握されていない超臨界

ヘリウムによる冷却特性、および超電導導体安定性関

連特性データを蓄積し、理論的考察と合わせて高密度

化、大容量化設計基準の確立を図る。また、次世代核

融合用高磁界超電導マグネットを実現するため、線材

自身も応力を分担し、コンジット材の応力緩和を行う。

マグネットの電機・機械の 適化設計のための要素技

術として、線材の機械的体力を高めた繊維強化型

Nb3Sn 線材の研究開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

超電導材料技術グループ 

（Superconductor Technology Group） 
研究グループ長：山崎 裕文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 液体窒素温度で電気抵抗がゼロとなる高温超電導体

の産業応用（電力機器・マイクロ波通信デバイス等）

を目指して超電導材料の作製・評価技術の開発と物性

研究・理論研究を行い、その高特性化を図るとともに、

応用技術の高度化を促進する。 

 超電導体は、超電導状態においては電気抵抗ゼロで

大きな電流を流すことができるが、ある決まった電流

値（臨界電流）より大きな電流を流すと電気抵抗が発

生する。それでも電流を流し続けると、発生する熱の

ため超電導体の温度が上昇し、常電導状態になって、

さらに大きな電気抵抗を生ずる。このような超電導体

の特徴を生かして、通常時は抵抗ゼロで、電力系統の

短絡事故時に大きな抵抗を発生して事故電流の増大を

抑制するような新しい電力機器（限流器）を作ること

ができる。この方式の限流器に用いられる大面積の超

電導薄膜の作製技術・評価技術の開発、その臨界電流

を大きくするための要因（磁束ピン止め機構）を解明

する研究が中心的な課題である。 
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研究テーマ：テーマ題目４ 

 

薄膜太陽電池グループ 

（Thin Film Solar Cells Group） 
研究グループ長：仁木 栄 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 次世代の低コスト高効率薄膜太陽電池として期待さ

れる CuInGaSe2（CIGS）系太陽電池の超高効率・低

コスト化技術と高信頼性化技術の確立を目指す。 

1) ZnO/CIGS 界面を精密に評価し、それを制御す

る手法を確立する。 

2) 高 Ga 濃度 CIGS 太陽電池作製技術を開発する。 

3) 透明で低抵抗な透明導電膜作製技術を確立する。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

半導体エネルギーデバイスグループ 

（Semiconductor Energy Devices Group） 
研究グループ長：下川 隆一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 本研究は、我々の新提案である光閉じ込め型極薄膜

結晶シリコン太陽電池の高効率の可能性を実証すると

同時に、多結晶シリコン太陽電池を薄膜化したときの

変換効率の限界を追求・検証することにある。本年度

は、低温堆積初期の結晶核形成過程の研究に重点をお

いて、極薄膜 Si セルの高 Voc・高効率セル設計の検

討・試作研究を進めている。世界で初めて単結晶 Si
基板上に室温でエピタキシャル成長することに成功し、

効率13.52%の世界初の室温エピタキシャル接合セル

を試作した。また、少数キャリア表面再結合速度 Sn
＜102cm/s の良好なヘテロ接合 BSF 層の堆積に成功

し、100μm 厚の効率12.87%の BSF 型薄膜セルの試

作を行った。アルミナ基板上の極薄膜 Si 基板では、

これまでにない高い Voc0.459V のセルが得られた。

太陽電池共通評価方法の研究については、本年度は、

主に、過渡光電流測定法による薄膜材料内の欠陥評価

の研究を行い、欠陥準位が過剰キャリアで完全に埋め

られる実験条件を明らかにし、光照射に伴うシリコン

系薄膜において欠陥変換反応が生じている可能性を明

らかにした。また、IPE 測定から、ヘテロ接合 BSF
薄膜セルのキャリア再結合速度の顕著な低下がバンド

不連続にあることが明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

太陽光発電システムグループ 

（Photovoltaic Systems Group） 
研究グループ長：作田 宏一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽光発電システムの大量導入実現に向け、実用化

技術開発と導入普及を支援するため、ライフサイクル

での性能向上・コスト低減を目指した以下の研究に取

り組んでいる。 

(1) 太陽光発電システムの導入時における 適設計、

施工時の適切な品質検査、運転時における故障の早

期発見・修復・保守、等を総合的に支援する技術の

開発。 

(2) 製造段階からリサイクルを考慮した「二重封止型

リサイクラブルモジュール」の開発。 

(3) 太陽電池セル・モジュールの性能・長期信頼性評

価、およびこれらの標準化に関する研究。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目８、テーマ題目

９ 

 

エネルギーネットワークグループ 

（Energy Network Group） 
研究グループ長：石井 格 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 炭酸ガス削減への寄与と需要・供給双方の多様な要

求を満たす規制緩和の両面から今後の普及が期待され

ている分散型エネルギー源を大規模に有効に用いる技

術として、新しいエネルギーネットワーク技術が必要

である。これについて、配電系統へ分散電源を大規模

に導入した場合の電圧安定化技術と需給バランス胃序

のための技術、定置型燃料電池を電気、熱、水素でネ

ットワーク化することでトータルのエネルギー効率と

設備利用効率の向上を図る熱・電気統合型ネットワー

ク技術の研究を行う。また、今後深刻化すると懸念さ

れるアジア地域での都市化に伴うエネルギー・環境問

題を分析・評価する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11、テーマ題目

12、テーマ題目13 

 

燃料電池グループ 

（Fuel Cell Group） 
研究グル―プ長：横川 晴美 

（つくば中央第2,5） 

概 要： 

 燃料電池の中でも固体酸化物形燃料電池（SOFC）

は発電効率が も高く排熱の有効利用が可能であるこ

と、長期安定性に優れていること、低コスト製造技術

の開発に成功していることからその実用化が待望され

ている。天然ガス以外のジメチルエーテル、灯油など

の多様な燃料を用いるための基盤技術、小型・軽量で

も発電効率が高く、起動停止特性・負荷変動応答特性

の優れた燃料電池を製造するための基盤技術の開発を

行っている。燃料電池は従来のエネルギー変換技術に

はない革新性・総合性をもっているため、発電効率の
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導出法に焦点をあてた規格・標準化のための研究を行

いその普及に備えている。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

ナノエネルギー材料グループ 

（Nano Energy Materials Group） 
研究グループ長：本間 格 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エネルギー材料グループは持続可能社会の基盤はエ

ネルギー技術であると認識し、高機能材料をベースと

した再生可能エネルギー技術の開発研究を目的として

いる。再生可能エネルギー技術を構築するためには従

来にない安価・効率的・革新的なエネルギー材料の開

発が必要であり、高効率で発電する高分子型燃料電池

や高速充放電が可能な大容量キャパシタ等のクリーン

な次世代型エネルギーデバイスを広く産業界・民生用

途に供与しなければならない。本グループではこれら

高効率エネルギー変換・貯蔵・リサイクル技術実現の

為、ナノテクノロジーと先端材料科学の手法を取り入

れた高機能材料基盤技術開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 
研究グループ長：小原 春彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 熱電変換は熱エネルギーと電気エネルギーの間の直

接変換で、特殊な半導体や金属材料を用いて、効率良

く相互エネルギー変換を行うものである。材料に温度

差を与えると起電力が発生する効果（ゼーベック効

果）を用いて熱流から電力を取り出したり、反対に材

料に電流を流すことで吸熱・冷却現象を起こす効果

（ペルチェ効果）を用いて物を冷やすことができる。

当グループでは未利用排熱を熱電変換により電気とし

て回収するデバイスの開発を進めている。様々な分野

で捨てられている排熱を電気としてリサイクルするこ

とで大規模な省エネ効果が期待されている。 

研究テーマ：テーマ題目16 

 

水素エネルギーグループ 

（Hydrogen Energy Group） 
研究グループ長：秋葉 悦男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 水素エネルギー社会を実現するためには、気体で希

薄なエネルギーである水素の効率的な輸送貯蔵法の確

立が必須である。水素貯蔵材料は低い水素圧力であっ

ても液体水素をしのぐ水素密度で水素を貯蔵・輸送で

きる材料であるため、水素自動車の燃料タンクを始め

とする多くの用途に利用されると期待されている。し

かし、現状では重量が重い点が課題とされている。そ

のため、軽量な水素貯蔵材料の開発を進め、世界 高

級の約3質量%の水素吸蔵量を持つ材料の開発に成功

した他、さらに新しい材料の提案を行っている。また、

材料開発に欠かすことのできない、水素貯蔵材料のナ

ノ構造と結晶構造の解析を独自で開発した水素雰囲気

下の各種物性測定法を用いて進めている。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目18、テーマ題目

19 

 

核融合プラズマグループ 

（Fusion Plasma Research Group） 
研究グループ長：八木 康之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 21世紀の新しいエネルギー源として期待される核融

合を、磁場閉じ込め方式の一つである逆磁場ピンチ方

式により単純且つ効率よく実現するための研究開発を

行っている。特に世界三大逆磁場ピンチ装置の一つで

ある TPE-RX 装置を用いて、逆磁場ピンチ方式が原

理的に将来の核融合炉として必要な条件を満たすかど

うかを確認するために、プラズマ閉じ込めの特性の向

上のための研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目20 

 

パワーレーザーグループ 

（Power Laser Group） 
研究グループ長：大和田野芳郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 高真空や強磁界を必要としないレーザーを用いた慣

性核融合方式によるコンパクトで経済的な核融合炉の

実現を目指し、炉用レーザーの有力候補である KrF
（フッ化クリプトン）レーザーについて、実用化のた

めに不可欠な高強度・高繰り返しレーザー技術及び効

率が高く安定した出力が得られる照射方式の研究開発

を行う。 

 また、レーザーによって生み出される超高温、高密

度エネルギー状態の応用について研究し産業技術への

展開も図る。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22 

 

宇宙技術グループ 

（Space Technology Group） 
研究グループ長：阿部 宜之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 宇宙環境が有する位置的な特長を利用し、時間・位
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置情報の提供等を目的とした観測システム技術、宇宙

環境が有するリソースを利用し、地球環境の保全を維

持したエネルギー供給を目的としたエネルギーシステ

ム技術、及び宇宙産業の育成を支援し得る各種要素技

術に関する研究・開発を進めると共に、宇宙技術に限

定することなく広く産業にスピンオフし得る技術の確

立を図る。当該年度は、準天頂衛星への高精度時刻情

報の供給技術、中高温直接発電技術の地上技術への展

開、宇宙太陽発電衛星システムのための要素技術に関

する研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目23、テーマ題目24、テーマ題目

25 

 

クラスタープロセス連携研究体 

（Cluster Advanced Nanoprocesses CRT） 
連携研究体長：岩田 康嗣 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 クラスタープロセス連携研究体では、クラスターに

よってナノ構造材料の機能性を格段に高める研究開発

を行っている。次世代型ナノ構造機能性材料の製品イ

メージとしては単色エネルギーの電子線源、極薄高容

量キャパシター、超高密度磁気記録媒体、次世代ディ

スプレーが挙げられる。これまでに汎用性の高いシリ

コンクラスターを独自の方法でサイズを揃えて生成す

る事に成功した。更にシリコンクラスターを基板に蒸

着し、クラスター同士の相互作用によるナノ構造秩序

の形成を世界で初めて実証した。現在、3nm 以下の

クラスターによる高機能性立体秩序構造材料を作製し、

新製品コンセプト作りをしている。 

研究テーマ：テーマ題目26 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］超電導発電機基盤技術研究開発 

［研究代表者］樋口 登（電力エネルギー研究部門超電

導応用グループ） 

［研究担当者］淵野修一郎、野村 晴彦、石井 格、 

樋口 登、山口 浩、古瀬 充穂、 

田中 秀樹、津川 一仁 

（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超電導発電機開発プロジェクトにおける、70MVA 級

モデル機の開発および長時間運転研究により超電導発電

機の高度の信頼性は確認されたものの、経済性、大容量

化に関する研究課題が残されている。これらの課題解決

には超電導発電機の設計基準の 適化および大容量化の

ための基盤技術の開発が必要である。このため発電機の

回転子の主要部分である超電導界磁巻線の高密度化、大

容量化設計基準の確立を目標とする。 

 超電導発電機の界磁巻線の高密度化に必要な安定性試

験を行い、回転による安定性向上効果を明らかとした。

超臨界ヘリウムによる冷却特性を測定するため、既設の

縦軸回転装置を改造して試料周辺の空間を囲う密閉容器

を設けた。装置の大きさの制限から、回転だけでは超臨

界状態に達することができず、外部からの加圧する必要

があったためである。密閉容器にはロータ回転駆動軸が

貫通しており、外部表面が液体ヘリウムに浸漬状態で

0.5MPaG のヘリウムを蓄えることができる。ロータの

周縁部はシールされているが、中央下部に開口部を設け

ヘリウムの出入りは自由である。これにリング形状の供

試超電導導体を納め、超臨界ヘリウムで満たされた容器

の中で回転させると、導体周囲のヘリウムは導体ととも

に回転して相対的に静止状態と見なすことができる。即

ち、発電機ロータ内の界磁巻線の冷却条件を再現できる。

冷却特性の測定は、導体と同じ半径上の位置に熱流束測

定素子を設置して行った。熱流束測定素子とは、磨いた

銅板を FRP に埋め込み、銅板の裏にはヒータを、そし

て銅板内に測温素子を設置したものである。ヒータに投

入した熱と銅板の温度を測定することによって、銅板表

面から超臨界ヘリウムへの熱流束を測定できる。しかし

ながら、本装置では回転が高くなるにつれて軸受けシー

ル部分に発生する摩擦熱が密閉容器内に進入してヘリウ

ムの温度が上昇する傾向があり、これを防ぐために密閉

容器の上部に熱交換用フィン付きチューブを設けた。こ

れにより一定の効果は見られたが、ヘリウム温度を自由

に制御可能とするには至らなかった。 

 この装置を用いて研究組合（Super-GM）において開

発された導体（大容量機用）の安定性試験を行った。た

だし試験装置の電流容量の制約から、試験には導体化加

工前の素線を用いた。素線上に巻いたヒータにパルス電

流を通電して強制クエンチ試験を実施した。素線に常電

導相が発生して伝播するために必要な 小熱エネルギー

（ 小クエンチエネルギー：MQE）を電流値、回転数

などをパラメータとして測定した。これは超電導線の安

定性に関わる重要な指標の一つである。ただし、ヒータ

の上部は熱的に絶縁を施してあるが、ヒータ入力のすべ

てが超電導線に伝わるとは限らない。産総研で行う試験

では同じように製作するので結果の相互の比較は可能で

あるが、試験機関が異なれば値自体を比較することは意

味がない。 

 これまでに蓄積したデータを元に定性的に表現すると、

伝播速度の回転数依存性は低く、絶対値は大きい。これ

らのパターンは典型的な三層構造線の特性を示している。

しかし、三層構造線に場合によく見られる伝播の進展に

伴う超電導線の顕著な温度上昇を伴わないことが常電導

抵抗値の変化から推計できる。この意味は、フィラメン

ト相互の結合が適切に抑制されて交流損失を低下させて

いる一方、外部に配置された銅は常電導転移時の導体温

度上昇を抑えて万一の焼損を避けると同時に、故障除去

時には直ちに超電導復帰可能であることを意味する。発

生した熱は伝導により長手方向に拡散するとともに、半
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径方向に伝わって表面からヘリウムに急速に伝達された。

導体温度上昇は強い回転数依存性を示した。開発導体は

目標に設定された臨界電流、交流損失をはじめとする諸

元を満足するとともに、回転場における良好な熱伝達特

性を有効に活用した安定な導体であることが評価できる

との結論を得ることができた。 

 開発導体の回転重力場における安定性評価は産総研に

課せられたテーマであったが、当初計画通りの安定性を

証明することができて任務を全うした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導発電機、大容量化、界磁巻線、安

定性向上 

 

［テーマ題目２］交流超電導電力機器基盤技術研究開発 

［研究代表者］淵野修一郎（電力エネルギー研究部門 

超電導応用グループ） 

［研究担当者］淵野修一郎、我妻 洸、梅田 政一、 

樋口 登、岡野 真、古瀬 充穂、 

田中 秀樹（職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 交流超電導電力機器は、常に交流損失による熱発生を

伴うため、冷却効率の優れた、より高温度の運転が望ま

れ、高温超電導体の利用が不可欠である。このため、酸

化物超電導材料の作製技術や、機械的に脆弱な酸化物超

電導線材を取扱うため各種固体材料の熱応答特性の評価

技術が必要となる。また、交流損失の低減技術、高電圧

絶縁・電磁力対策技術、極低温冷却技術など超電導機器

特有の技術開発も不可欠である。これらの研究開発によ

り、交流超電導機器を実現するための基盤を確立する。 

 超電導送電ケーブルの冷却特性を解明するため、縮径

（実ケーブルの1/10）、縮長（実ケーブルの1/10：全長

500m）の三相一括ダミー導体を持つ冷却モデルを製作

し、初期冷却特性、定常温度分布等の冷却特性を測定し

た。冷却管は内径8mm、外径10mm のステンレス管で

内部に3本の外径3mm の同軸通信ケーブル（1.5C-2V）

を持ち、全長500m で直径1.5m のソレノイド状に巻か

れている。循環ポンプにより加圧された液体窒素はサブ

クーラーで77K に過冷却され、500m の冷却管を通って、

バッファータンクに戻り、循環する。冷却管には50m
於きに10カ所熱電対が取り付けられている。初期冷却実

験から、冷却が進行するにつれて圧量損失が減少し、流

量が増加するため、単位長さ当たりの冷却時間が短くな

っていくことが明らかになった。また、初期冷却時間と

平均流量の関係が明らかになった。また、昨年度の成果

に基づき、500m 長冷却管に不安定振動が生じる領域を

明らかにした。その結果、圧力が1.5MPa 以下では振動

が生じないという解析結果となったので、実際に

1.2MPa 以下の種々の圧力で運転を行い、実験により

1.2MPa 以下では振動現象が生じないことを確認した。 

 交流マグネットの開発に於いては、Bi 系銀シース線

材を使用した、当グループが持つコイル巻線機で製作が

可能な2並列導体コイルを製作した。また、トロイダル

コイル配置における機器体格の 適化設計（機器当たり

のインダクタンスの 大化、使用巻線の 小化等のコス

トパーフォマンス）により2～12並列コイルの励磁が可

能になるように12ユニットコイルによるトロイダル型空

心交流リアクトルを製作し、交流損失、偏流等の要素技

術の評価試験と大電流容量化の評価試験を行った。12ユ

ニットコイルの直列接続での交流励磁試験では50Hz で

70A まで問題なく励磁試験が出来ることを確認するとと

もに、12ユニットコイルの2並列通電において50Hz で

140A まで確認できたが、3並列通電試験では予想される

50Hz で210A までの試験は交流試験設備の設備容量の

限界から確認できなかった。しかし、2並列においてコ

イル間の偏流が無い結果から、3並列試験を行えば問題

なく50Hz で200A を越える通電が可能と考えられ、こ

れらの結果から200A/10kV 級の空心交流リアクトルの

実証試験に成功したと考えている。 

 さらに、交流リアクトルの限流運転時に不可欠となる

過電流耐量に関する要素研究を行うために、ダブルパン

ケーキコイルに温度センサーを貼り付けて、直流過電流

耐量試験を行った。試験はコイルの電圧、電流、温度を

モニターしながら、台形波、三角波状の直流通電を行い、

コイルが急激に熱暴走し、制御不能となる電流が何処に

有るのかについて、液体窒素冷却条件を色々と選択して、

線材の臨界電流 Ic（定義：1μV/cm）の何倍まで可能

化について行った。その結果、Ic の2倍まで熱暴走する

ことなく過通電が可能であることを明らかにした。連続

通電試験では直流試験と同じく、Ic の2倍まで熱暴走す

ることが無いことを明らかにした。また、限流器で要求

される、過度過電流耐量を明らかにするために、1サイ

クルから5サイクルまで過度過電流耐量を調べた。この

実験結果から、50Hz、5サイクル通電においては Ic の5

倍まで熱暴走しないことを明らかにした。なお、熱暴走

となる臨界値は液体窒素の核沸騰領域から、膜沸騰領域

への遷移によることをコイル温度測定から確認すること

が出来た。これにより、過電流耐量はコイル熱設計と密

接に関係することを明らかにした。この結果、交流リア

クトルに使用する線材の使用量（コイル製作コスト）を

1/2以下低減させることができることを明らかに出来た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導送電ケーブル、初期冷却、冷却不

安定性、交流マグネット、トロイダルコ

イル、過度過電流耐量 

 

［テーマ題目３］核融合用高磁界超電導マグネットの応

力緩和技術に関する研究 

［研究代表者］梅田 政一（電力エネルギー研究部門超

電導応用グループ） 

［研究担当者］梅田 政一、古瀬 充穂、田中 秀樹 



研 究 

(224) 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 核融合用高磁界超電導マグネットの研究においては、

IETER 以降の次世代核融合用高磁界超電導マグネット

用の高磁界超電導線材の研究開発が必要である。核融合

用線材では高磁界における臨界電流密度の高性能化、大

電磁力に耐える線材が不可欠となる。そのために、

IETER モデルコイルでは超電導線材は高電流密度を流

す多数本で導体を構成し、電磁力支持を行うとともにマ

グネット冷却を担うコンジット構造を採用して機能分担

方式でマグネットが設計・製作されている。この設計方

式では次世代核融合用マグネットの電磁力支持を担うコ

ンジット材の高耐力化に限界があることから、多芯超電

導導体も電磁力を分担する必要性がある。本研究におい

ては、次世代核融合用高磁界超電導マグネットを実現す

るため、線材自身も応力を分担し、コンジット材の応力

緩和を行う。マグネットの電機・機械の 適化設計のた

めの要素技術として、線材の機械的体力を高めた繊維強

化型 Nb3Sn 線材の研究開発を行う。 

 IETER 線材と同径の1mm 素線（線材のヤング率：

60Gpa、Ic=140Aat14T）による Ta 繊維強化型 Nb3Sn
長尺線材を～1km 製作して、この線材を W&R 法（巻

き線後 Nb3Sn 線材化熱処理を行う）によりコイル化し

て、その後エポキシ真空含浸を行い 終試験コイル（内

径：170mm、外径：194mm、マグネット高さ：125mm、

使用線長：～700m）を製作した。この試験コイルを有

効内径200mm バックアップマグネット（ 大発生磁

界：5T）と組み合わせて、電磁力評価・線材長尺健全

性・マグネット安定性試験等の総合評価試験を実施した。

バックアップマグネット磁界を0～4T で試験コイルの

大発生磁界は～7.6T の発生を確認した。この時線材に

発生するフープ電磁応力の 大値はσθ=a1・Jcon・B
から、σθ=650Mpa となる。バックアップマグネット磁

界0～3T 中で試験コイルの 外径に歪みゲージ（A-

1,2B-1）を取り付けて、フープ電磁歪みの試験コイル

電流依存性の測定した結果を示す。コイル構成における

ヤング率等の機械強度から線材の応力は～1/2程度に緩

和されるが、それでもσθ=320Mpa 程度の電磁応力とな

り、このような電磁応力環境でも問題なく線材の超電導

特性が発揮されることを確認することができた。また、

今回は電流が400A 級と大きいためクエンチ特性は確認

しなかったが負荷率（短尺特性に対するコイル特性比）

は98%まで励磁試験しても問題がないことが確認された

ことから電磁力評価・線材長尺健全性・マグネット安定

性試験にも問題のないことが実証された。 

 今年度は Ta 繊維強化型 Nb3Sn 線材の線材横圧縮を

行うに先立って、横圧縮試験装置の測定器校正（応力、

圧縮歪み、低温実験）を兼ねて Bi 系銀シース線材の横

圧縮による臨界電流劣化試験を行った。その後、試験装

置に問題が無いことを確認の後、0.5mm、1mm 線径の

Ta 繊維分散強化型 Nb3Sn 線材及び ITERNb3Sn 線材に

ついて磁界14T における横圧縮による臨界電流劣化試験

を行った。Nb3Sn 線材のプリストレインの違いにより

劣化特性は変化をするが単調な劣化特性となることが分

かった。さらに、0.5mm 線径の Ta 繊維分散強化型

Nb3Sn 線材で素線を多重撚り線導体化したときに重要

となる不可逆劣化荷重についての実験も行った。その結

果、不可逆圧縮荷重は500N 以上で起こることが明らか

になった。 

 本年度は本研究計画の 終年度であり、ITER 線材と

同等の線径（臨界電流、臨界電流密度は ITER 線材よ

り高特性）での高磁界（14T）における、引っ張り試

験・線材横圧縮における臨界電流の劣化に優れ、線材の

長尺化が可能な Ta 繊維強化型 Nb3Sn 線材の素線の開

発と線材の超電導特性・機械特性を明らかにした、初期

の研究目標に近い高耐力線材は次世代核融合用高磁界超

電導線材として有望であることを明らかにして研究を終

了できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］核融合用高磁界超電導マグネット、高磁

界超電導線材、繊維強化型 Nb3Sn 線材 

 

［テーマ題目４］超電導電力応用技術に関する研究 

［研究代表者］山崎 裕文（電力エネルギー研究部門超

電導材料技術グループ） 

［研究担当者］山崎 裕文、幸坂 紳、馬渡 康徳、 

Develos-Bagarinao Katherine 
（職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本項目は、電力ネットワークの安定化に大きな効果を

もたらす SN 転移抵抗型薄膜限流器の 重要構成要素で

ある大面積超電導膜の高電流密度化の基盤を確立するこ

とを目的としている。超電導膜の臨界電流密度を決める

磁束ピン止め機構の解明を行うこと、臨界電流密度 Jc> 
3MA/cm2、単位幅当りの臨界電流=Jc×膜厚 d>200 
A/cm（5インチ径の面積に成膜できる条件、サファイ

ア基板）を得ることが目標である。 

 パルスレーザー蒸着（PLD）法によって限流器用

YBa2Cu3O7（YBCO）大面積膜を作製し、中間層・YBCO
膜の成膜機構を解明する。酸化物超電導薄膜の磁束ピン

止め機構の解明とピン止め導入技術の開発を行って、高

臨界電流密度を得る。大面積超電導膜の臨界電流密度等

の評価技術を開発する。 

1) 種々の単結晶基板の上に PLD 法で作製した

YBCO 薄膜について臨界電流密度 Jc の磁界角度依

存性を測定するとともに、エッチ・ピット法、透過

電顕観察による薄膜のミクロ組織評価を行った。c
軸方向に細長い微細析出物と、c 軸に平行な面欠陥

（恐らく積層欠陥）が、c 軸方向に相関を有する磁

束ピン止めセンターとして働いていることを明らか
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にした。 

 大面積 PLD 法による YBCO 薄膜作製では、Y リ

ッチな組成になるとともに、表面に多くの穴が生成

する。ターゲットを Y プアーにすることなどによ

って大面積薄膜の組成を化学量論組成に近づけて、

表面の穴を大幅に減少させ、緻密な膜を得た。さら

に、CeO2バッファ層の後熱処理による表面平坦化

を行い、2センチ角サファイア基板上に Jc～
2.5MA/cm2で均質な YBCO 薄膜を作製した。 

2) 大面積超電導膜の臨界電流密度 Jc を非破壊で測

定するのに広く用いられている誘導法を拡張して、

バルク超電導体や厚膜の Jc の非破壊測定に応用で

きることを理論的に示すとともに、溶融法 YBCO
バルク試料や Bi 系酸化物厚膜試料について実験を

行って、測定法として確立した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大面積超電導薄膜、パルスレーザー蒸着

法、臨界電流密度、磁束ピン止めセンタ

ー 

 

［テーマ題目５］NEDO 革新的次世代太陽光発電シス

テム技術研究開発「高効率カルコゲナイ

ド系太陽電池の研究開発」 

［研究代表者］仁木 栄（電力エネルギー研究部門薄膜

太陽電池グループ） 

［研究担当者］仁木 栄、山田 昭政、 

ポール・フォンス、松原 浩司、 

岩田 拡也、櫻井啓一郎 

（職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 目標：高効率ワイドギャップカルコゲナイド（禁制帯

幅1.3eV 以上）系太陽電池を実現するための技術課題の

抽出とそれを踏まえた新材料の探索や製膜技術の開発を

行う。さらに、これらを応用した新構造太陽電池に関す

る要素技術開発を行う（平成16年度目標変換効率：18%
以上）。 

 研究計画：禁制帯幅1.3eV 以上のカルコゲナイド太陽

電池の高効率化技術を開発することで変換効率15%の太

陽電池の開発を目指す。また、ワイドギャップカルコゲ

ナイド太陽電池の高効率化のための技術的指針を明らか

にするために CdS/CIGS 界面での電子状態を評価する

ための技術を開発する。 

 進捗状況：ワイドギャップ CIGS 系太陽電池の高効

率化を図るために、現在の CIGS 太陽電池プロセスを

すべて見直した。ガラス基板、Mo 裏面電極、CIGS 吸

収層、バッファ層、窓層、及びすべての界面について詳

細な検討を行った。それらの検討結果にこれまで注力し

てきた基礎研究によって蓄積した材料制御技術を加え、

産総研独自の高効率化のためのガイドラインを策定した。

その成果の一つとして禁制帯幅1.3eV の CIGS 太陽電

池で VOC=0.728eV という高い開放電圧を実現した。ま

た変換効率でもアクティブエリアで16.9%を達成した。

界面の評価技術に関しては、鹿児島大学と共同で正・逆

光電子分光法による界面電子状態の精密評価技術の開発

を進めた。今年度は CdS/CIGS 界面の電子状態の評価

を行い、太陽電池特性への影響の大きい伝導帯のバンド

不連続を実験的に測定する技術を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］薄膜太陽電池、カルコゲナイド、高効率

化 

 

［テーマ題目６］太陽光発電技術の研究開発 

［研究代表者］仁木 栄（電力エネルギー研究部門薄膜

太陽電池グループ） 

下川 隆一（電力エネルギー研究部門半

導体エネルギーデバイスグループ） 

作田 宏一（電力エネルギー研究部門太

陽光発電システムグループ） 

［研究担当者］仁木 栄、山田 昭政、松原 浩司、 

Fons Paul、岩田 拡也、下川 隆一、 

坂田 功、山中 光之、川浪 仁志、 

高遠 秀尚、作田 宏一、大谷 謙仁、 

柳澤 武、津田 泉、高島 工、 

小柳 理正、小島 猛、高久 清、 

中村 國臣、土井 卓也 

（職員19名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 世界初の室温エピタキシャル Si 結晶成長に成功し、

効率13.52%の室温エピタキシャル Si セルを試作した。

また、少数キャリア表面再結合速度 Sn＜10-3cm/s の良

好な BSF 層の堆積に成功し、100μm 厚の効率12.87%
の BSF 型薄膜セルの試作に成功した。 

 

［テーマ題目７］NEDO 太陽光発電システム共通基盤

技術研究開発 

太陽光発電システム評価技術の研究開発 

［研究代表者］作田 宏一（電力エネルギー研究部門 

太陽光発電システムグループ） 

［研究担当者］作田 宏一、加藤 和彦、高島 工、 

大谷 謙仁（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電システムの大量導入に向け、スムーズな導

入・普及を支援するためのシステム設計・評価・運用技

術、要素機器開発等に関する以下の研究を実施している。 

太陽光発電システム設計支援技術の開発に関しては、

個々の設置環境に即した設計を可能とするため、これま

でに開発した設計シミュレーションモデルの改良を進め

た。「PV クラスタ」というアレイ構成設計基本単位の

新概念を導入し、複雑な数値解析なしに 適動作点の可

視的探索が可能な「動作点マトリクス法」による直流出
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力シミュレーションの原理を考案し、妥当性を確認した。 

システム性能診断技術（静的診断アプローチ）に関して

は、より高速な電気信号計測の可能なモニター端末を開

発し、新たに15システムの計測を開始するとともに、シ

ステム性能診断のアルゴリズムを検討した。アレイ診断

技術（動的アプローチ）については、明状態および暗状

態での I-V 測定、LCR 値測定、タイムドメインリフレ

クトメトリ（TDR）手法等によるモジュール応答の変

化を分析し、明状態での I-V 特性およびキャパシタンス

値測定による故障検出の可能性を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、システム、評価技術 

 

［テーマ題目８］NEDO 太陽光発電システム共通基盤

技術研究開発 

太陽光発電システムのリサイクル・リユ

ース処理技術等の研究開発 

［研究代表者］作田 宏一（電力エネルギー研究部門  

太陽光発電システムグループ） 

［研究担当者］作田 宏一、津田 泉、土井 卓也 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電システムのリサイクル・リユース処理技術

開発の一環として、リサイクラブルモジュールの開発を

行っている。 

 二重封止型リサイクラブルモジュールについて、9セ

ルモジュールでの試作実験を経て、モジュール内セルマ

トリックスの固定方法として溶着法を選定した。フィル

ム材料はフッ素樹脂系の4種に絞り、新たに考案したス

プレー塗布方式との組み合わせにより 終決定を行うこ

ととした。25台の9セルモジュールを解体し、セルベー

スでの回収成功率91%を得た。単セルモジュールを用い

た耐光性試験の結果、試験後の電気的特性が従来型モジ

ュールレベルには達しておらず、更なる検討が必要であ

ることが明らかになった。セル表面にオイル又はフッ素

系スプレー剤を塗布することにより、電気的特性改善・

反射率低減が可能であることを確認し、特性改善の指針

を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池モジュール、リサイクル 

 

［テーマ題目９］NEDO 太陽光発電システム共通基盤

技術研究開発 

太陽電池評価技術の研究開発 

［研究代表者］津田 泉（電力エネルギー研究部門 太

陽光発電システムグループ） 

［研究担当者］津田 泉、小柳 理正、柳澤 武、 

小島 猛、菱川 善博 

（職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 複合加速試験装置の開発において、昨年度開発した複

合加速劣化試験装置の実験結果から、白濁現象、つまり、

EVA／セル間の剥離は、平均温度が高温（90℃以上）

になると再重合が進み劣化が抑制されることが判り、そ

こで、実験計画の変更を行った。また、JET が引き続

き推進している加速係数導出、新規劣化現象把握のため

の屋外暴露試験および長期運用実績のある太陽光発電シ

ステムの劣化状況の調査・分析との情報交換を行った。

これらの知見をもとに、未使用モジュールに適用可能な

実用的かつ汎用的な複合加速試験方法の基本原理を検討

した。 

 太陽電池セル・モジュール評価手法の研究開発におい

て以下の結果を得た。多接合太陽電池の性能評価では、

基準太陽光とソーラシミュレータとの多接合太陽電池の

各層の出力電流バランスの差が大きく影響することを分

光感度・IV 特性に関する実験・シミュレーションによ

り検証した。また、CIS 太陽電池、色素増感太陽電池

の評価手法を検討し、測定前の光照射効果、適切な IV
特性測定時間等、正確な測定に必要な知見を得た。 

 大面積ソーラシミュレータを用いたモジュール性能評

価について、温度ドリフトの少ないハーフミラーの導入、

ハロゲン部吸気強化対策・ファン増設等により700～

800nm の制限波長域の近似度を大幅に改善できた。ま

た、1m2規模で放射照度の場所むら±1%以内のロング

パルス型モジュール校正用ソーラシミュレータ（発光

幅：150msec～999msec）を世界で始めて開発した。

NEDO 開発品の性能評価として、9件の性能評価を行っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］長期信頼性、太陽電池性能評価 

 

［テーマ題目10］電力平準化システム運用・制御技術研

究開発（資金制度（外部）産業技術総合

研究所委託費） 

［研究代表者］石井 格（電力エネルギー研究部門エネ

ルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］石井 格、近藤 潤次、村田 晃伸、 

山口 浩、安芸 裕久、樋口 登 

（職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 今後の電力システムに大量に導入されると予想される

自然エネルギーを利用する発電や総合効率の高い熱電併

給などの「分散型電源」を大量に普及させることは、電

圧維持・需給バランス維持・故障電流抑制の制約から、

現在の電力系統では難しい。これらの問題を改善し分散

型電源の大量連系を可能にすることを通して、次世代の

電力システムの負荷平準化を可能とする。 

 今年度は、ローカルエリア電力ネットワークのシミュ

レータを用いて、配電系統に分散電源を設置した場合の

ネットワークの静特性および動特性について解析すると
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ともに、電源・負荷模擬装置の設計製作を行い、シミュ

レータに付加することを行った。 

 これにより、配電系統運用所と配電系統内の各機器を

情報線で結合し、全体で配電系統の 適運用を図る「協

調制御」を提案し、配電系統内電圧分布を適正に保つア

ルゴリズムを開発した。そして、従来の独立制御では適

正範囲に維持できないような過酷な状況下でも電圧分布

を適正範囲内に維持できることをシミュレータを用いて

実証した。また、系統全体の需給バランス維持のために、

電気温水器や空調機などの熱負荷を制御することを提案

し、出力調節する熱負荷の選定法を開発した。さらに、

新方式の単相限流器を試作し、電圧調節機能および限流

機能を実証し、三相回路への適用時の制御法を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーネットワーク、分散電源、電

圧安定化、負荷制御 

 

［テーマ題目11］熱・電気統合型エネルギーネットワー

ク技術の研究開発（資金制度（外部））

産業技術総合研究所委託費） 

［研究代表者］石井 格 （電力エネルギー研究部門エ

ネルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］石井 格、安芸 裕久、村田 晃伸、 

近藤 潤次、山口 浩（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギーシステムの需要家端近傍に設置されるコジ

ェネレーション設備をネットワーク化することにより、

各需要家のエネルギー需要を満たしつつ相互融通と貯蔵

機能の 適制御を行い、全体として負荷平準化を可能と

するような、ネットワーク技術と制御手法を確立するこ

とを目的として研究を進める。 

 そのために、複数のコジェネレーション設備を結合し、

その相互の間を、電力、熱、および水素を含むエネルギ

ーネットワークで接続してエネルギーを相互融通するこ

とにより、負荷の平準化による設備の有効利用と省エネ

ルギーを図るようなシステムについて、対象とすべき需

要のパターン、需要量などのデータの集積、システムの

形態と制御・運用方法について検討することを計画して

いる。さらにこれに基づいた複数台のコジェネレーショ

ン設備を結合した実証試験設備を設計・製作し、各種負

荷パターン、運転パターンのもとで運転試験を行い、デ

ータの取得と解析評価を行う。 

 今年度は、全体計画に基づいた複数台の燃料電池コジ

ェネレーション設備を結合した実証試験設備の設計と整

備をほぼ完了した。またこの実証試験設備を用いて、燃

料電池コジェネレーション単体の動作特性を取得し、こ

のデータを組み込んだシミュレーションソフトウェアを

作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーネットワーク、定置型燃料電

池、コジェネレーション 

 

［テーマ題目12］アジアの都市化を考慮したエネルギ

ー・環境統合分析モデルの研究（資金制

度（外部）産業技術総合研究所委託費） 

［研究代表者］村田 晃伸（電力エネルギー研究部門エ

ネルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］村田 晃伸（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 CDM（クリーン開発メカニズム）等の京都メカニズ

ムの活用は我が国の地球温暖化対策の重要課題であると

ともに、我が国が開発する新技術を国際的に普及させる

ための重要な手段でもある。ただし、CDM を先進国の

利益のみを追求する手段としてはならず、先進国、開発

途上国双方にとって意義ある形で実施することが不可欠

である。モデル分析に基づいて、これらの課題の達成に

資する長期的な指針を明らかにすることは緊急性の高い

研究課題である。 

 ゲーム理論に基づき、先進国、開発途上国双方の利益

を勘案できる CDM の評価技術を確立するとともに、ア

ジア地域の都市廃棄物有効利用分野、民生部門のエネル

ギー高効率利用分野における分析評価を行うことを目的

とする。 

 本年度は、CDM 評価技術の開発に関しては、シュタ

ッケルベルク均衡の概念に基づき二段階 適化による評

価方法を考案した。NP 困難な問題である二段階 適化

の解を、大規模モデルにおいて効率よく求めるための近

似計算法を開発した。中国とインドネシアをホスト国と

する CDM の分析に適用し、CDM による太陽、風力等

の再生可能エネルギー発電導入ポテンシャルを明らかに

した。中国の都市廃棄物発生量を2030年まで予測し、ア

ジア地域における廃棄物有効利用技術、民生用省エネル

ギー技術に関するデータベース化を進めた。また中国の

民生用エネルギー需要の分析に関しては埼玉大学と情報

交換を行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アジア、中国、エネルギー需要、二酸化

炭素排出量削減、CDM 

 

［テーマ題目13］分散型エネルギー源の高効率高信頼運

用技術の研究開発（運営費交付金） 

［研究代表者］山口 浩（電力エネルギー研究部門エネ

ルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］山口 浩、近藤 潤次、安芸 裕久 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光発電等の自然エネルギー電源の大量導入や燃料

電池等の分散コジェネ設備の高効率運用技術を確立する

ためには、それぞれの機器単独での技術開発では限界が

ある。より一層の高効率化を図るためには、分散型エネ
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ルギーシステムをネットワーク化した統合エネルギーシ

ステムを構築して相互融通や協調運転を行う必要がある。 

本研究項目では、熱エネルギー、電気エネルギー、化学

エネルギー（水素など）の3つエネルギー系を統合した

ネットワーク化技術とその高効率運用技術の開発を目標

とする。 

 このうちの課題「小規模多数台の燃料電池のネットワ

ーク化の研究開発」においては、水素（化学エネルギ

ー）を取り込み熱エネルギーと電気エネルギーを出力す

る PEFC（固体高分子形燃料電池）のエネルギーの入

出力フローのモデル化がネットワーク運用の検討に不可

欠であることから、PEFC 単機レベルでの熱的特性お

よび燃料（水素）利用効率の分析を開始した。 

 もう一つの課題「エネルギーネットワークの高効率運

用技術の研究開発」においては、熱エネルギーや化学エ

ネルギーに比べて貯蔵性の悪い電気エネルギーを対象に、

需要変動の状況を調査し、実データに基づく電力系統問

題の実態調査とその補償法の検討を開始するとともに、

熱需要と電気需要をまかなうための 適なエネルギー利

用法（機器の組み合わせ）に関する検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーネットワーク、分散電源、需

要変動 

 

［テーマ題目14］固体酸化物形燃料電池の研究 

［研究代表者］横川 晴美（電力エネルギー研究部門燃

料電池グループ） 

［研究担当者］横川 晴美、野崎 健、加賀 保男、 

山地 克彦、根岸 明、加藤 健、 

門馬 昭彦、嘉藤 徹、酒井 夏子、 

齋藤 喜康、堀田 照久、 

マニュエルブリトー、天野 雅継 

（職員13名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

１）発電性能解析方法の開発について実用規模の単セ

ルの発電性能を交流インピーダンス法にて1%程度

の精度で測定。ガス分析結果とも合わせてセル性能

予測のためのシミュレーションモデルを開発した。

さらに 大46セルからなる組電池に対し各セルのイ

ンピーダンスを同時測定できるシステムを試作した。

試作にあたっては各インピーダンスを高精度に計測

するため、ノイズの除去に努め、同相除去比120dB
以上、バンド幅 DC-10kHz 程度の多チャンネルア

ンプを開発した。 

２）燃料及び改質ガス流量、組成の高精度分析システ

ムの開発についてアノードガス成分分析について測

定間隔10秒程度、各ガス成分の流量と分析値につい

て回帰直線の相関0.9999を達成。また、実用的規模

の平板セル（直径120mm）についてセル内でのガ

ス組成分布の測定を測定精度数%程度で測定するこ

とができた。 

３）水蒸気を含む各種のガスについて重量法により構

成可能な高精度流量制御装置（不確かさ0.3%程

度）を開発し、音速ノズル型高精度流量制御装置

（計測標準部門流量計測科による開発）、高精度ガ

ス分析装置、インピーダンス解析装置等と合わせて、

1～10kW 級の小型 SOFC 発電システムに対応可能

なテストベンチを試作した。さらに流量制御装置、

ガス分析装置の校正方法をあわせて開発した。 

４）灯油のモデル燃料 n-ドデカン（C12H28）の

SOFC への導入・発電実験を小型実験セルにより

行った。Ni 集電体を用い、燃料希釈率50倍および

S/C（水蒸気／炭素比）＝0.5～2の条件で、燃料利

用率45%程度で170時間以上安定した内部改質発電

を行うことに成功した。燃料利用率は90%まで達成

可能であった。また、インターコネクター候補耐熱

金属材料（ZMG、SUS430、Fr-Cr-W 合金など）

について、SOFC 燃料極雰囲気における酸化挙動

と性能に及ぼす影響を検討した。ZMG 表面に生成

する酸化物層が他の合金酸化物層にくらべ伝導度が

高いことを明らかにし、長時間運転後の伝導特性を

予測・評価した。また、配管材料 SUS430のドデカ

ン＋水蒸気雰囲気での安定性を検討した。 

５）電着法を用いて、NiO-ScSZ 燃料極サーメット上

に薄膜 ScSZ 電解質をもつアノード支持形 SOFC
の作製に成功し、700℃（973K）で低加湿メタン

（S/C＝0.01）の直接導入発電試験を行い、電流

0.72A、燃料利用率45%以上で炭素析出もなく90時

間の安定した発電に成功した。SOFC 材料物性・

文献データベースについて、電解質材料についての

リストを一部公開した。ジルコニア系電解質、マン

ガン－クロム－鉄系複合酸化物について、電子伝導

度、酸素拡散係数、表面交換反応定数、陽イオン拡

散係数の測定を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、規格・標準化、

燃料多様化、材料データベース 

 

［テーマ題目15］NEDO 委託費「中温作動型固体高分

子形燃料電池の研究開発」 

環境省委託費「ナノポーラス構造炭素材

料を用いた燃料電池用水素貯蔵材料の開

発」 

JST 戦略的創造研究推進事業「光技術・

ナノ構造・認識分子の融合による環境診

断素子の開発」等、内部競争的資金 

［研究代表者］本間 格（エネルギー研究部門ナノエネ

ルギー材料グループ） 

［研究担当者］本間 格、周 豪慎、松田 弘文 

（職員3名、他10名） 
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［研 究 内 容］ 

・100℃～200℃の中温度領域で作動可能な高分子形燃

料電池用の耐熱型新規電解質膜および耐 CO 型触媒

電極の開発 

・電池性能として30Wh/kg、3kW/kg の高エネルギー

密度、高パワー密度を兼ね備えた電源開発のための

高性能電極技術。 

・ナノポーラス材料の表面機能化による高性能エネル

ギー貯蔵材料の開発 

・エバネッセント光導波路とナノポーラス薄膜の化学

的分子認識機能を組み合わせた高感度環境センサー

の開発 

各研究テーマの進捗 

① 耐熱性有機無機複合電解質膜の合成 

 安価で耐熱性に優れた有機無機複合材料を用いて

中温領域作動が可能な固体高分子形燃料電池用電解

質膜の開発を行う。有機鎖として無機高分子のポリ

ジメチルシロキサン（PDMS）、と柔軟性に富むポ

リテトラメチレンオキサイド（PTMO）を選択、

無機相としてチタニアとジルコニアを用いて上記の

様々な有機分子とゾルゲル法によりナノレベルで複

合した有機無機電解質膜を作成し、そのプロトン伝

導性と発電特性を評価した。 

② 無加湿プロトン伝導膜の合成 

 100℃以上の温度では電解質膜からの水分蒸発が

起こり、また飽和水蒸気圧が1気圧以上になるため

装置の加圧が必要となるため、簡便な構成の燃料電

池セルを構成するためには理想的な電解質膜として

無加湿プロトン伝導性電解質膜が 適である。人工

高分子から生体高分子に至るまで様々な酸塩基の組

み合わせを検討し、新しいプロトン伝導メカニズム

の探索と無加湿伝導度の大きな膜開発を行い実用性

を検討した。 

③ 貴金属含有ヘテロポリ酸の電極触媒特性 

 原子・ナノレベルでの複合効果を期待し耐 CO 触

媒特性を有し、白金使用量低減に貢献する新電極材

料開発を目的とし、ヘテロポリ酸に Pt を担持した

複合型ヘテロポリ酸を合成し、耐 CO 特性に優れた

触媒特性を検討した。 

④ 大容量電気化学スーパーキャパシタ 

 ナノ構造を有するマンガン酸化物を様々なソフト

溶液化学手法を用いて作製し、その短いイオン拡散

長や大きな比表面積から期待される速い電気化学反

応過程を用いて高速充放電可能な2次電池用ナノ構

造電極を開発した。 

⑤ SPV 型 NOx センサーの開発 

 シリコン基板上にスピンキャスト法を用いてメソ

ポーラスシリカ薄膜を作製し構造制御とシリカ相へ

の遷移金属ドーピングを行うことによりメソ孔内表

面の活性化を行い、より低濃度でもセンシング特性

を有する SPV（Surface Photo Voltage）型センサ

ー開発を行った。 

⑥ 光導波路を用いた高感度エバネッセント型環境セ

ンサーの開発 

 ガラス基板上にレーザー光の偏光面制御のためチ

タニア薄膜を形成し、基板平行方向に入射したレー

ザー光のエバネッセント波の吸収を用いた環境セン

サーを開発した。メソポーラス薄膜の高い比表面積

とナノポアの分子認識機能を用いて高感度選択性の

環境センサーを開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノ材料、エネルギー貯蔵・変換、環境

デバイス 

 

［テーマ題目16］エネルギー基盤技術・材料の研究 

［研究代表者］本間 格、小原 春彦、秋葉 悦男 

［研究担当者］本間 格、周 豪慎、日比野光宏、 

小原 春彦、李 哲虎、山本 淳、 

高澤 弘幸、上野 和夫、秋葉 悦男、 

中村優美子、榎 浩利、早川 博 

（職員12名、他20名） 

［研 究 内 容］ 

 変換効率が10%に達する高効率熱電素子の試作に成功

し、量産化技術の確立、多数の素子からなるモジュール

の試作を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体高分子形燃料電池、熱電変換材料、

水素吸蔵合金 

 

［テーマ題目17］高容量水素吸蔵合金と貯蔵タンクの開

発（新エネルギー・産業技術総合開発機

構委託費） 

［研究代表者］秋葉 悦男（エネルギー技術研究部門水

素エネルギーグループ） 

［研究担当者］中村優美子、榎 浩利、朱 云峰 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水素の輸送貯蔵に利用するための重量当たりの水素貯

蔵量が高い水素貯蔵材料が求められている。「水素安全

利用等基盤技術開発」では有効水素貯蔵量の目標値を

5.5質量%以上と設定している。 

 本研究開発の目的は、上記の目標を達成可能な水素の

安全かつ効率的な輸送貯蔵に用いるためのアルミニウム

等の軽量な金属と水素の結合を利用した軽量な水素貯蔵

材料を開発することにある。 

平成15年度の技術開発成果 

アルミニウム等の軽金属と水素の結合を利用した新規水

素化物の研究開発 

 Bogdanonvic らによって1996年 NaAlH4が触媒の存在

下可逆的に水素放出・吸蔵することが報告されて以来、
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アラネイトが水素貯蔵材料として注目されている。しか

しながら、現時点ではアラネイトとしては、NaAlH4の

みが可逆的に反応可能な事が知られているだけである。

材料としてただ一つの選択肢しかない状況を何らかの形

で打破することが必要とされている。 

 この研究開発の目標は新しいタイプの Al-H 結合を有

する化合物を合成することにある。我々は Al を成分と

して含む SrAl2を出発原料として新しい水素化物の合成

を試みた。SrAl2はジントル相化合物であり、Al-が三次

元状のネットワーク構造を有している。 

 我々は SrAl2H2を、SrAl2を473K、水素圧力5MPa の

元で合成することに成功した。SrAl2H2もまたジントル

相水素化物で二次元の[AlH-]n ネットワークを有してい

る。（SrAl2H2:P¯3m1(164)、cellparameters：a=0.45283 
(1)nm、c=0.47215(2)nm(hydride)、a=0.45253 (1)nm、

c=0.47214(2)nm(deuteride)、Z=1）。 

 我々は更に水素を多く含む Sr2AlH7を543K、水素圧

力7MPa の元、合成に成功した。（Sr2AlH:I2(No.5);a= 
1.2575(1)nm、b=0.9799(1)nm、c=0.79911(8)nm、a= 
100.270(4)º (hydride)、Z=8）。 

 Sr に代えて Ba を含む系では BaAl2は形成されないが、

その代わり類似の組成である Ba7Al13が生成する。我々

は BaAlH5を、Ba7Al13の水素化によって合成した。

（BaAlH5：Pna21、cell parameters:a=0.9194(1)nm、

b=0.70403(9)nm and c=0.51061(6)nm(deuteride)）。
BaAlH(D)5の結晶構造(Fig.1)は、Al を中心においた 

[AlD6]八面体が綾を共有して一次元のジグザク鎖を形

成しているユニークなものである。この結晶構造によっ

て BaAlH5は実用可能なアラネイトである NaAlH4、

Na3AlH6よりも大きな H/M 比を有している。Ba よりも

軽い元素で置き換えることが可能であれば高い水素吸蔵

量が期待される。なお、ここで合成された三種の水素化

物は全て、全く新しい結晶構造・物質であることが粉末

中性子回折により確認されたことを付記する。 

Mg-Ti 系の体心立方構造（BCC 構造）を有する軽量合

金および Ca を主成分としたラーベス相合金の研究開発 

 Mg-Ti 系の体心立方構造（BCC 構造）を有する軽量

で5.5質量%をねらうことが可能な水素吸蔵合金の開発

をマツダ株式会社と共同で実施した。Mg-Ti 系の体心

立方構造（BCC 構造）を有する合金については、Mg-
Ti 系に加えて Ti の一部あるいは全部を原子半径などの

構造的要因から BCC 構造をとりやすいと考えられる

Co あるいはその他の元素で置き換えた合金について

適な合成法を調べた結果、アルゴン雰囲気下でのメカニ

カルアロイイング法により合成できることを明らかにし

た。 

 Ca を主成分としたラーベス相の研究開発を日本重化

学工業株式会社と共同で実施した。Ca 系ラーベス相合

金の結晶構造を評価するために中性子回折測定を行い水

素を含めた結晶構造解析を開始したところである。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素エネルギー、水素貯蔵材料、ナノ構

造、反応機構 

 

［テーマ題目18］低温作動水素吸蔵合金の研究開発（新

エネルギー・産業技術総合開発機構委託

費） 

［研究代表者］秋葉 悦男（エネルギー技術研究部門水

素エネルギーグループ） 

［研究担当者］中村優美子、榎 浩利（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は燃料電池自動車用液体水素タンクのボイ

ルオフガスを水素吸蔵合金タンクに回収し、燃料電池自

動車運転時に、燃料電池システムの冷却系から供給され

る排熱によって水素吸蔵合金タンクを加熱し回収した水

素を放出させ、燃料電池の発電用燃料として利用するこ

とによって、ボイルオフによる水素損失をなくすること

を目指すものである。 

 産業技術総合研究所では日本重化学工業（株）と共同

で、AB5あるいは AB2などの低温で作動する水素吸蔵合

金の開発とその評価を行う。また、産業技術総合研究所

で培った評価技術を駆使して水素ガスおよび水素吸蔵合

金の物性に関する評価を行う。その結果を用いて、本シ

ステムに適した合金および 適なシステムの開発を進め

る。 

１．進捗状況 

 液体水素ボイルオフガスの吸蔵試験に必要なデー

タの取得を行った。水素分子は、原子核を構成する

陽子の核スピンの方向によって2種類の状態が存在

し、核スピンの向きが同方向のものをオルソ水素、

反対のものをパラ水素と呼ぶ。両者は熱平衡関係に

あり、液体水素温度ではほぼ100%パラ水素である

のに対し、273K では25.13%になる。但し、両者間

の転換速度は触媒が存在しない場合は極めて遅いた

め、液体水素よりボイルオフしたガスが室温の水素

吸蔵合金に達するまでは、ほとんどがパラ水素であ

ると言われている。したがって、ボンベからの標準

ガスとボイルオフガスとでは水素吸蔵合金の水素吸

蔵特性に違いが出る可能性がある。そこで、予備的

実験として代表的な水素吸蔵合金の一つである

LaNi5にボイルオフガスおよび水素ボンベからの標

準ガスを吸蔵させた際の DSC および pct 特性の比

較を行った。しかしながら、実際に水素吸蔵合金に

達した水素ガスのオルソ／パラ比は定量的に分析で

きていないため、正確な解析には至っていない。そ

のため、オルソ／パラ比を定量的に計測する技術に

ついて調査を行った。オルソ水素からパラ水素に変

換する際には転換熱が生じるため、液化水素製造施

設では、金属触媒を利用してパラ水素に転換したの

ちに液化している。その場合、オルソ／パラ比は熱
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伝導度によって同定している。その際の校正には、

450℃に加熱したノルマル水素（オルソ:パラ

=75:25）と、-253℃の気体水素を触媒に通して

100%パラ水素に転換したものを使用していること

が判明した。しかし、そのような装置は据え付け型

のものでかつ、高価であるため、実験研究に手軽に

使えるものではない。そこで、一般に普及している

ガスクロマトグラフ装置の改良によって、オルソ／

パラ比を測定する可能性を検討した。 

２．液体水素を利用した水素貯蔵技術に関する海外調

査 

 ヨーロッパにおける液体水素を利用した水素貯蔵

技術調査を行うため、ドイツ・ミュンヘン空港、

BMW 社、Linde 社、ベルギー・Vandenborre-
Hydrogen Systems 社、オランダ・CUTE 水素ス

テーションを訪問した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素エネルギー、液体水素、オルト水素

パラ水素 

 

［テーマ題目19］水素貯蔵材料の組織・構造・水素吸蔵

特性の研究（経済産業省委託費） 

［研究代表者］秋葉 悦男（エネルギー技術研究部門水

素エネルギーグループ） 

［研究担当者］中村優美子、榎 浩利、早川 博 

（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車に燃料である水素を貯蔵するために有

効な水素吸蔵材料の開発が求められている。水素吸蔵材

料を開発するためには、材料が水素を吸蔵する機構を理

解し、 適な材料を狙った開発手法が必要である。本研

究では、水素貯蔵材料の水素貯蔵機構の解明、水素貯蔵

材料のナノ構造およびマクロ構造の解析などを進めるこ

とで、新規水素貯蔵材料開発を支援する。内容は以下の

3項目である。 

１．水素貯蔵材料の組織の研究 

 水素貯蔵材料の組織（転位などを含む）は、水素

貯蔵材料の水素吸蔵量、耐久性、活性化などと密接

に関連があることが分かっている。ここでは、各種

の顕微鏡をもちいて、水素貯蔵材料のナノオーダー

のいわゆるナノ組織を観察する。 

２．水素貯蔵材料の構造の研究 

 水素貯蔵材料の構造（欠陥構造を含む）は、水素

貯蔵材料の水素吸蔵性、平衡圧力、耐久性などと密

接に関連があることが分かっている。ここでは、X
線回折法および中性子散乱法をもちいて、水素貯蔵

材料のサブナノオーダーの結晶構造および局所構造

を解析する。 

平成15年度の成果概要 

１．水素貯蔵材料の組織の研究 

 水素を吸蔵することで、水素貯蔵材料が膨張し、

ナノメートルからマイクロメートル単位の組織にも

大きな変化がもたらされることが予想される。従来、

水素雰囲気中で水素と材料が反応している現場で組

織変化を捕らえたことはほとんど報告されていない。

そのため、本研究では分子間力顕微鏡（AFM）お

よび走査トンネル顕微鏡（STM）を水素圧力下で

測定する技術の開発を行った（AFM および STM
を総称して走査プローブ顕微鏡（SPM）という）。

その結果、グラファイト材料について AFM および

STM を1MPa の水素雰囲気中で測定することに世

界で初めて成功した。また、より高圧の水素雰囲気

下でマイクロメートルオーダーのクラック等の発生

を動的に解析する目的で、水素雰囲気下における光

学顕微鏡の製作を行った。 

 水素安全利用等基盤技術開発でタンク用に開発が

進められているチタン系 BCC 固溶体合金（「ラー

ベス相に関連した BCC 合金」）の水素化物につい

ては、13年度までに、その結晶構造を中性子回折お

よびリートベルト法を用いて解析し、1水素化物は

NaCl 型構造を、2水素化物は CaF2型構造をとるこ

とを明らかにした。14および15年度は、水素原子の

周りの局所構造に着目し、2水素化物の局所構造を

中性子回折および PDF 法を用いて解析した。具体

的には、広い波長・角度範囲で中性子回折データを

得、それをフーリエ変換することにより、動径分布

関数（PDF）を導き、金属原子間、水素原子間お

よび金属—水素間の距離および配位数を求めた。こ

れらの値は、各原子の周りの局所的な構造（短距離

秩序）を反映した値である。これらを、平均構造

（長距離秩序）である結晶構造から求めた原子間距

離と比較することで、局所構造と平均構造の間に違

いがあるかどうかを調べた。その結果、金属原子間

の距離は双方の構造で等しいが、水素原子間距離は、

局所構造の方がわずかに大きいことがわかった。こ

れは、水素原子の占有位置が近くなると反発力がは

たらき、互いに遠ざかるように配置することを示し

ているものと考えられる。これは、水素安全利用等

基盤技術開発での材料開発をサポートする重要な情

報と考えている。 

２．水素貯蔵材料の構造の研究 

 当グループで発見した軽量な Al を多く含む

Zintl 相水素吸蔵合金 SrAl2におよびその関連化合

物の結晶構造解析については水素安全利用等基盤技

術開発において、現在、研究開発を鋭意進めている。 

 そのため、水素貯蔵材料の構造決定の対象として、

希土類－マグネシウム－ニッケル系の新しい合金を

選定した。この合金は、燃料電池車に不可欠なニッ

ケル水素用電池の負極材料として、従来の合金に無

い容量と反応速度を有しているが、結晶構造が未だ
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不明である。その結晶構造解析のための予備実験を

開始した。具体的には、水素吸蔵相の存在する条件

等を決定することを優先して進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵材料、ナノ構造、欠陥構造、中

性子回折、X 線回折、顕微鏡、結晶構造

解析、その場観察 

 

［テーマ題目20］次世代核融合の研究 

［研究代表者］八木 康之（エネルギー技術研究部門  

核融合プラズマグループ） 

［研究担当者］八木 康之、芦田 久男、小口 治久、 

榊田 創、島田 壽男、平野 洋一、 

木山 學、杉本 久也、池田 長康、 

佐藤 康宏、早瀬喜代司、吉川 正志 

（職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

１）逆磁場ピンチ装置の閉じ込め特性向上のために各

種能動的手法を用いて効果を調べている。パルスポ

ロイダル電流駆動の電源増強によって15ms 程度の

閉じ込め向上運転が可能になった。閉じ込め向上特

性を 適化するための運転条件を系統的に探索する

ことにより、推定エネルギー閉じ込め時間5ms を

達成した。 

２）逆磁場ピンチプラズマの加熱・電流駆動による閉

じ込め向上を目的として高パワー中性粒子ビーム装

置の開発を行っている。平成15年度には単独で

25kV、50A、30ms の定格をほぼ達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］磁場閉じ込め核融合、逆磁場ピンチ、閉

じ込め向上 

 

［テーマ題目21］KrF レーザーによる核融合の研究 

［研究代表者］大和田野芳郎（電力エネルギー研究部門

パワーレーザーグループ） 

［研究担当者］大和田野芳郎、松本 裕治、奥田 功、 

加藤 進、高橋 栄一 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 核融合用高繰返し動作 KrF レーザーの開発において、

励起用電子ビーム発生部の耐力強化を行い、繰返し頻度

1Hz で連続1時間という 長の連続動作に成功した。ま

た、冷却能力と電源容量の増強を行い、短時間ではある

が繰返し頻度2Hz での動作試験も開始した。KrF レー

ザーによる高速点火基礎過程において重要な高速電子の

エネルギーを集光強度1019W/cm2近傍で計測し、レーザ

ー波長と強度への依存性を確認した 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］KrF レーザー、核融合、高繰り返し動

作、電子ビーム、高速点火、超高強度 

［テーマ題目22］超高強度レーザーによる高エネルギー

粒子・放射源に関する研究 

［研究代表者］小山 和義（電力エネルギー研究部門パ

ワーレーザーグループ） 

［研究担当者］小山 和義、三浦 永祐、齊藤 直昭、 

加藤 進（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでよりも一桁程度高い、1立方センチ当たり

1020個の電子密度のプラズマに、2テラワットの超高強

度レーザーを50フェムト秒間照射し、約0.5ミリメート

ルの長さのプラズマから、7MeV のエネルギーを持つ単

色電子ビームの発生に世界で初めて成功した。またプラ

ズマの計測により、電子がプラズマ波によって加速され

ている証拠を捉えることにも成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］レーザー加速、超高強度レーザー、単色

電子ビーム、プラズマ波 

 

［テーマ題目23］（民間受託研究費、次世代衛星基盤技

術開発プロジェクト） 

［研究代表者］岩田 敏彰（エネルギー技術研究部門宇

宙技術グループ） 

［研究担当者］岩崎 晃、村上 寛（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 擬似時計遅延モデルを開発する。地上管制側と衛星側

とのコミュニケーションに必要な機器、ソフトウェアを

備えた実験モデルを製作し、機能確認を行った。擬似時

計システムの構成機器の設計、製作を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］準天頂衛星、原子時計、擬似時計 

 

［テーマ題目24］（NEDO 受託研究費、次世代パワー素

子の超高熱流束冷却システムの基盤研究

開発） 

［研究代表者］阿部 宜之（エネルギー技術研究部門宇

宙技術グループ） 

［研究担当者］岩崎 晃（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 300W/cm2に達する発熱密度が予想される次世代パワ

ー素子の冷却技術について、従来の水に比べて高い除熱

能力が期待される、いわゆる self-rewetting 流体につい

て、基礎的な除熱特性から汎用除熱デバイスの開発にい

たる広範囲の基盤研究開発を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］次世代パワーデバイス、熱制御、ヒート

パイプ 

 

［テーマ題目25］（請負研究費、太陽光発電利用促進技

術調査マイクロ波照射の生態系への影響

調査） 
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［研究代表者］村上 寛（エネルギー技術研究部門宇宙

技術グループ） 

［研究担当者］岩田 敏彰、阿部 宜之 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 将来の宇宙太陽光発電システムにおいて予想されるマ

イクロ波送電が、環境へどのような影響を及ぼすかを評

価するため、2.45GHz および5.8GHz のマイクロ波を

用いて、植物、小動物を用い、長期間におよぶ照射試験

を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］宇宙太陽光発電、無線送電、マイクロ波、

環境アセスメント 

 

［テーマ題目26］大学発事業創出実用化研究開発事業

「クラスターナノ構造成膜プロセスシス

テム製品化技術開発に関する研究」 

［研究代表者］岩田 康嗣（電力エネルギー研究部門ク

ラスタープロセス連携研究体） 

［研究担当者］大柳 宏之、滝谷 俊夫、小村 明夫、 

澤井 百世、島田 尚一、屋我 実、 

武藤麻紀子（職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 シリコンクラスターをベースとするサイズ制御された

高精度のクラスタービーム源を新たに開発し、これを搭

載したナノ構造成膜プロセスシステムの製品事業化を進

めることを目的とした研究開発を進めている。産業利用

が高く期待される汎用性の高いシリコンクラスターのサ

イズ制御性及び基板上におけるナノ構造秩序形成の評価、

実用的な成膜用ビーム強度の技術開発を進め、新しい成

膜プロセスシステムの製品化を進めている。 

 今年度は、1)クラスター成膜システムの生産性の向上

と成膜実証試験、2)成膜システム製品モデル機の装置仕

様の整備、3)気相中クラスターナノ構造薄膜の評価シス

テム整備を夫々に進めた。 

 システムの生産性の向上と成膜実証試験では、フラン

ス Quantel 社の高強度レーザーを導入し、クラスター

ビームの高強度化を図った。安定した高強度エネルギー

のレーザー照射により生成したシリコンクラスタービー

ムを使って成膜試験を行った。アモルファス炭素薄膜に

クラスタービーム蒸着を行った。走査型透過電子顕微鏡

でクラスター薄膜表面を観察した。シリコンナノ微粒子

の蒸着は確認できたものの、現段階における成膜速度は

目標値である5mm 径領域に毎分1クラスター層に対し

て、その30～40分の1の速度の成膜性能に留まっている。

生産性が抑制される原因、及びその技術対策について究

明した。 

 成膜システムの製品化に向けてシステムの操作性、生

産性、安全性について次の改善を行った。試料交換の簡

便性による操作性の向上。標的試料形状の変更

（f20mmｘ5mm）により、ビーム原料コスト削減によ

る生産性向上。試料冷却機構を備えた試料回転・送り駆

動機構を開発することで、ビーム生成システムと標的試

料の冷却を独立して制御可能になり、回転・送り動作す

る試料のかじり付きが防止され、システムの熱対策上の

安全性を確保。 

 この装置仕様の整備によって、クラスター成膜システ

ムは効率のみならず、製品事業化に向けて信頼性が向上

した。 

 ナノ構造薄膜の評価システム整備として、気相中にお

けるクラスターナノ構造薄膜の評価を行うため、クラス

ター蒸着と STM ナノ構造解析が一貫して行える評価シ

ステムの開発、及び光電子分光システムの整備を進めた。

当システムは清浄基板表面を作成するために開発した結

晶試料加熱装置、結晶試料の清浄表面の評価を行う低速

電子線回折・オージェ電子分光装置、高輝度極紫外線源

励起による光電子分光装置で構成される超高真空システ

ムである。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］クラスタービーム、ナノ構造秩序形成、

ナノ構造薄膜生成システム 

 

⑦【環境管理研究部門】 
（Institute for Environmental Management 
 Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研 究 部 門 長：指宿 堯嗣 

副研究部門長：山本 晋、田尾 博明 

総 括 研 究 員：山本 晋（兼務） 

 

所在地：つくば西、つくば中央第5 

人 員：71（69）名 

経 費：1,000,216千円（444,669千円） 

 

概 要： 

１．研究の方向性 

 本研究部門では、快適で安全な環境の創造を目的

として、温室効果気体を含む環境負荷物質の放出と

大気、陸域、海洋等への分配・循環メカニズムと環

境影響を明確にし、適切な環境浄化・修復技術の選

択と開発、さらに技術の評価を行うとともに、技

術・手法の実用化、国際的な普及・移転を推進する。 

 具体的には、 

1) 化学物質等のリスク削減を実現するために、

環境の浄化・修復に資する省エネルギーで省資

源な技術（対策、計測技術）の開発 

2) 地域から地球規模の環境影響評価技術と手法、

エネルギー・環境技術の評価手法などの開発 

3) 環境管理に必要な標準等の基盤整備などに資
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する技術・手法の開発を行う。 

 環境管理研究部門の重点研究課題は下記4の通りで

あり、都市における資源循環・廃棄物、化学物質問題

などを視野に入れた地域環境の改善・保全及び地球温

暖化防止に寄与する総合的な研究開発を推進する。 

２．マネージメントの方針 

 各研究グループの研究目標を設定し、その達成に

向けて具体的な年度計画をグループ長及び研究員と

の十分な議論に基づいて作成し、各研究者の役割

（分担）を研究者の個性、能力を考慮して決定する。

重点研究課題を担当する研究グループ、研究者につ

いては、マンパワー、予算などに配慮し、研究の促

進を図る。 

 人材育成、研究ポテンシャル向上のために、若手

研究者を中心に海外における研究成果発表、研究交

流の機会を担保する。研究部門における新たな技術

ニーズ及び技術シーズを発掘するために、萌芽的研

究、調査研究を部門内で公募し、実施する。 

 研究業務の推進には日常的な切磋琢磨が重要であ

り、また、環境研究の総合性を考慮し、研究グルー

プ単位での議論に加えて、研究グループ間の交流を

促進するように努める。 

３．成果の普及 

 環境管理研究部門においては、「社会的ニーズを

実現する技術」の研究開発が重要であり、研究成果

の普及を日常的に行う必要がある。昨年と同様に、

部門のホームページ上で研究成果の発信と社会ニー

ズの取り込みを積極的に行っていくとともに、トピ

ックスについては報道関係への公表、産業界への発

信を積極的に行っていく。 

 年に1回、部門としての研究成果発表とともに、

研究分野ごとの研究成果発表を関連する学会、研究

会と連携して行う。発展途上国への技術移転・普及

のために、JICA 研修等に協力するとともに、アジ

ア太平洋地域の環境技術研究者との年1回のワーク

ショップ開催を目指す。 

４．環境管理研究部門における重点研究課題 

1) 省資源・ダウンサイズ環境分析システムの研

究開発：化学物質適正管理、環境制御等に必要

な計測技術確立を目的として、簡易な分析前処

理方法、新規な分子認識能を持つ機能性材料、

マルチセンサチップ等を開発しシステム化する。 

2) 有害化学物質・粒子状物質（SPM）の発生源

対策技術と環境負荷低減効果の評価：SPM・有

害化学物質の発生源・生成機構、大気、陸域、

海洋（沿岸）への分配と生態系への負荷を評価

する手法及び固定発生源とディーゼル車対策技

術の開発・評価を行い、有望技術の完成を促進

する。 

3) 有害化学物質の先端的処理・浄化技術の研究

開発：環境中有害化学物質の不拡散・浄化を目

的として、各種先端的酸化技術（低温プラズマ、

オゾン、触媒、光触媒、新規吸着法など）を開

発し、省資源でエネルギー効率の高い実用シス

テムを提案する。 

4) 環境浄化能を強化した土壌浄化技術の研究開

発：安全で経済性の高い新規土壌修復技術開発

を目的として、有害化学物質と腐植物質の反応

を促進する無機及び生態触媒を見いだすととも

に、土壌浄化への適用技術・手法を提案する。 

5) 窒素及び有害化学物質の新規生物学的除去技

術の研究開発：規制強化に対応できる新規水浄

化技術開発を目的として、有害化学物質を栄養

源とするアンモニア酸化微生物群集とその管理

方法を開発し、その実用化を図る。 

6) 炭素の生物地球科学的循環過程評価の研究開

発：海洋の CO2吸収ポテンシャル評価を目的と

して、北太平洋表層における季節的な二酸化炭

素循環過程と、太平洋中深層水への人為起源二

酸化炭素蓄積速度の解明を行う。 

7) CO2海洋隔離トータルシステム評価技術の研究

開発：海洋中に注入された CO2と海水の相互作

用解明と海洋環境への影響評価・将来予測、海

洋隔離プロセス全体の実効性評価を行う。 

8) 大気／海洋／植生間の CO2交換量・放出量推

定手法の研究開発：CO2対策の評価ツール確立を

目的として、大気／海洋、大気／植生間の CO2

交換量の観測とその結果を大気大循環モデルに

より解析し、放出源・放出量及び吸収量を推定

する手法を開発する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 原子力試験研究委託費 

「軽元素同位体の分離と産業応用に関する研究」 

「微視的数値解析手法による地層環境内の物質拡散現

象予測の高度化に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）継続 

「吸収線パラメータの実験的決定とその信頼性評価の

研究」 

「化学輸送モデルを用いた東アジアにおけるハロカー

ボン排出量の推定に関する研究」 

「海洋上の有機エアロゾルに対する人間活動の影響及

びその放射強制力の評価」 

「太平洋の海洋中深層データ解析による長期的二酸化

炭素吸収量の解明に関する研究」 

「PFOS 類の海洋環境動態研究手法の開発に関する予

備的研究」 

「亜寒帯林森林生態系における炭素収支に関する研究」 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(235) 

「温帯森林生態系における炭素収支に関する研究」 

「熱帯森林生態系における炭素収支に関する研究」 

「地上データによるリモートセンシング手法の検証と

改良（陸域生態系の炭素収支観測データベース構築

と総合的解析に関する研究）」 

「有害化学物質の環境中での分解・変質と有害性評価

に関する研究」 

「有害化学物質の海洋における起源・輸送・拡散及び

予測に関する研究」 

「衛星観測データを利用した四次元同化手法の開発状

況の調査」 

 

試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るも

の） 

「有害大気汚染物質・揮発性有機化合物の高効率・簡

易型処理システムに関する研究」 

「自動車由来有害大気汚染物質の光分解除去に関する

研究」 

「内分泌かく乱化学物質等の有害化学物質の簡易・迅

速・自動分析技術に関する研究」 

「内湾窒素循環過程における干潟・浅海域－湾央域生

態系の相互作用の解明」 

「ダイオキシン類による地域環境汚染の実態とその原

因解明に関する研究」 

「ディーゼル車排出ガスを主因とした局地汚染の改善

に関する研究」 

「ガス状ホウ素化合物による大気汚染監視測定技術及

び除外技術の開発」 

「二酸化炭素海洋隔離による海洋物質循環過程への影

響評価に関する研究」 

「産業起源内分泌かく乱物質の環境複合毒性検出シス

テムの開発と動態予測モデル作成に関する研究」 

「都市気候・エネルギー連成モデルによるヒートアイ

ランド対策の総合評価に関する研究」 

「ハロゲン化ダイオキシン類似物質の QSAR 分析法

と分解処理技術の開発」 

「フッ素系地球温暖化物質の回収・分解技術に関する

研究」 

「動的磁気特性を利用した排ガス処理技術の開発に関

する研究」 

「ダイオキシン類及び内分泌かく乱物質のセンシング

システムを用いた環境リスク対策の研究」 

 

経済産業省 標準課 産業技術研究開発委託費 

「産業技術研究開発委託費（ノニルフェノールの国際

標準分析法開発）」 

 

文部科学省 科学技術振興調整費 

「アジア太平洋地域の大気環境の改善のうちアジア太

平洋地区大気環境改善のための国際会議の主催」 

「国際物質循環時代のエコマテリアル化指針のうち国

際技術共有可能なリサイクル・排出抑制プロセス技

術及びリサイクル配慮設計技術」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1） 

「含窒素有機化学物質の分解触媒の開発」 

「海洋炭素固定技術に伴う温暖化物質動態解明」 

「感温性表面による廃水の革新的処理プロセス」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費 

「地域中小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評

価型）」 

 

運輸施設整備事業団 

「平成15年度内湾堆積物表層における酸素循環過程の

解明と内湾複合生態系酸素循環モデル構築に関する

基礎的研究（現場調査による湾央域底生生態系にお

ける酸素循環過程の解明）」 

 

発泡スチロール再資源化協会 発泡スチロールのリサイ

クル技術および用途開発に係わる技術開発支援 

「廃発泡スチロールの接触分解による有機溶剤、

BTX の回収」 

 

財団法人鉄鋼業環境保全技術開発基金 第24回（平成15

年度）環境分野助成研究（一般研究助成） 

「廃電子機器や廃自動車からのシュレッダーダスト中

に含まれているプラスチックの分離・回収技術の開

発」 

「光化学反応によるバラスト水中の有害プランクトン

の除去に関する研究（仮題）」 

「水晶振動子を用いたベンゼン類・ダイオキシン類の

簡易・迅速測定法の開発」 

「細胞内に硝酸性窒素を蓄積するイオウ酸化細菌を用

いた硝酸性窒素除去技術の開発」 

 

財団法人大阪科学技術センター 水素安全利用等基盤技

術開発 

「高圧水素吸着熱特性解明の研究」 

 

財団法人亜熱帯総合研究所 沖縄産学官共同研究推進事

業 

「サンゴ卵からのサンゴ生産による環境保全技術の開

発」 

三重県 

「英虞湾の水―底泥表面間における物質循環に関する

研究」 

 

財団法人えひめ産業振興財団 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業
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（マイクロデバイスによる微生物検出システムの開

発）」 

 

財団法人日立地区産業支援センター 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業

（エネルギー変換デバイス用セラミックスナノシー

トの創製）」 

 

財団法人地球環境産業技術研究機構 

「多機能を有する超分子錯体光触媒の開発に関する研

究」 

 

財団法人交流協会 平成15年度共同研究事業 

「有害大気汚染物質の光触媒分解技術の開発に関する

研究」 

 

社団法人産業環境管理協会 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業

（シクロデキストリン分子認識による汚染物質の除

去・計測技術開発）」 

 

財団法人造水促進センター 

「生物機能促進（有害物質高度処理）効果の検証」 

「生物機能促進研究（有害物質高度処理プロセス）効

果の検証」 

 

社団法人マリノフォーラム21 

「深層水汲み上げに伴う海水中二酸化炭素の挙動に関

する研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「シュレッダーダストの分離・資源化システムの構築」 

 

韓国資源研究所 

「Development of Total Recycling Technologies for 
Waste Electric and Electronic Appliances」 

 

財団法人住友財団 2003年度環境研究助成 

「層状複水酸化物とのナノコンポジット化によるプラ

スチック難燃化の基礎研究」 

 

財団法人ホソカワ粉体工学振興財団 研究助成 

「近接場領域におけるナノ微粒子の動的特性に関する

研究」 

 

財団法人九州産業技術センター 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業

（高リサイクルで安価なごみ焼却灰のセメント原料

化技術の開発）」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 

「AGAGE 観測データに基づく両半球大気中 OH 濃

度の経年変動機構の解明」 

「硝酸態窒素を蓄積するイオウ酸化細菌の動態解析と

数理モデル化による環境影響評価」 

「個々の分類群のアバンダンス分布に基づくアンモニ

ア酸化細菌群集の動態解析手法の開発」 

「マイクロバブルによる極限反応場を利用した排水中

有害化学物質の分解に関する研究」 

「酸化触媒反応による難分解性有機塩素化合物の腐植

化促進とそれによる毒性変化の評価」 

「錯体光触媒による環境残留性パーフルオロ酸化合物

の分解・無害化処理」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金 

「ソフト化学的合成方法による省エネルギー型ランプ

用蛍光体微粒子の開発」 

「貴金属リサイクルのための新規金属分離回収プロセ

ス開発」 

「廃電気・電子機器リサイクルのための選択粉砕・容

易分離技術の開発」 

 

発 表：誌上発表140（115）件、口頭発表327（114）件、 

その他32件 

-------------------------------------------------------------------------- 
環境計測研究グループ 

（Environmental Measurement Group） 
グループ長：吉山 秀典 

（つくば西） 

概 要： 

 大気環境中の微粒子や室内で放散されるホルムアル

デヒドなどのガス成分、水および土壌中の内分泌撹乱

物質などの有害汚染物質の測定法開発と標準化をめざ

し、凝縮粒子の測定方法に関する研究、排ガス中ダス

トの新型試料採取システムの開発、PM2.5測定装置

の標準化、ノニルフェノールの国際標準分析法開発、

産業起源内分泌撹乱物質の環境複合毒性検出システム

の開発と動態予測モデル作成に関する研究、ハロゲン

化ダイオキシン類似物質の QSAR 分析法と分解処理

技術の開発を行った。 

 発生源 PM2.5微粒子を簡便にかつ高い精度で測定

可能な手法を確立するため、考案した定流量等速吸引

法に基づく口径可変式ダストサンプラを試作し、各種

のばい煙発生施設において現場実験を実施した。その

結果、JIS 法（平衡形手動試料採取法）との高い相関

性が得られることや幾つかの改良点を確認し、排ガス

の流速が変動する場合においても定流量等速吸引下で、

何ら実用上問題なく簡易に濃度測定が行えることを明

らかにした。 
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 また、低濃度ダストの簡易・迅速測定法を確立する

ため、ISO 準拠の中容量ダスト試料採取システム

（100～200L/min）を試作し、研究室における基礎的

特性試験及び各種のばい煙発生施設における現場実験

を実施した。その結果、採用したろ紙の99.9%以上の

高い捕集効率や低圧力損失を図るためのダスト捕集器

の形態、JIS 法（小容量試料採取法）との高い相関性、

高温排ガスに対する 大吸引流量などを確認し、JIS
法に対して測定時間を 大約1/5まで短縮できること

を明らかにした 

 大気中の PM2.5測定装置の標準化をめざした研究

では、分粒特性を調べるために標準粒子の発生と検出

装置の確立を行い、また流量計の測定精度について検

討した。また、サンプラー、流量計、フィルタ及び天

びんについて各々検討会を開催して素案の作成を行っ

た。 

 ノニルフェノールについて、高精度分析法を新規開

発し、国内外機関と協力し国際標準分析法へと結びつ

ける。平成15年度は昨年度に引き続き相対感度係数に

もとづいた NP の高度分離測定手法（ガスクロマトグ

ラフ質量分析法－選択的イオン測定法）を用いた、実

環境データ蓄積を行った。本方法ではノニルフェノー

ル各成分の測定に 適なフラグメントイオンをもとに

内標準物質に対する相対感度係数を算出し、高精度定

量を可能にした。また国際標準のための作業として

ISO/TC147/SC2のドイツ側コンビナーと打ち合わせ

をおこない、ISO147イギリス総会において提案内容

の説明を行った。 

 内分泌撹乱物質（EDs）の環境複合毒性に関する研

究領域を開拓するために、機器分析化学的生物検定法

を用いた環境複合毒性検出システムの開発、環境中

EDs の精製・純化法の開発、難揮発性 EDs の高性能

分析法の開発、生化学的 EDs 毒性検出試験法の開発、

ホルモン感受性培養細胞を用いた EDs 作用評価法の

開発、内分泌攪乱物質動態予測モデルの作成を行った。 

 ダイオキシン、コプラナ PCB、ノニルフェノール

類に加え、臭素系難燃剤の臭素化ジフェニルエーテル

ついて、二次元ガスクロマトグラフィによる精密精

製・純化法の検討を行った。また、本研究で開発した

double column-HPLC 法は PCNs だけではなく、

PCDD、PCDF、PCB 異性体（理論上484種類、実試

料では200種余）もの多成分高度分離に有効であり、

特にリスク評価の必要な毒性異性体を完全に分離分析

することが可能であることが分かった。 

 また、内分泌攪乱物質であるフタル酸エステル、ビ

スフェノール A、アルキルフェノール類の生物代謝に

おいて、生体内では膵臓・肝臓で産生されるコレステ

ロールエステラーゼ、環境中では糸状菌の産生するラ

ッカーゼがこれら化学物質の分解過程で重要な役割を

示していることを明らかにした。 

 塩素化ダイオキシン類と同様な環境影響、毒性が懸

念される臭素・フッ素などのハロゲン元素置換のダイ

オキシン類似物質については環境動態・危険性把握が

急務であるが、これらの化学物質は理論的には数千種

類もの成分を有するため、塩素化ダイオキシンのみを

対象とした現在の分析手法では対応できない。そこで、

代表的な環境試料からダイオキシン類似物質を含む化

学物質グループを抽出し、 先端の微量有害化学物質

精製装置等を用い、特定の強毒性物質を精製するとと

もに、これらに対する高感度測定法/生化学的危険性

評価法を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

環境分子科学研究グループ 

（Environmental Molecular Science Group） 
研究グループ長：山田 耕一 

（つくば西） 

概 要： 

 本年度の研究の課題は以下の4点に集約される。1) 

地域から地球規模の環境影響評価技術の高度化に関連

し、硫酸・硝酸や有機物等と水のクラスター会合によ

り生成する大気微粒子の成長過程を観測する技術を開

発する。2) 有害化学物質等の生物濃縮リスク評価技

術の開発に関して、有機化合物と溶媒のクラスター形

成特性を解明する。また、3) 大気中温暖化物質等の

定量分析精度の向上を目指し、物質と酸素・窒素・水

分子等との分子間相互作用や、粒子・光子相互作用に

関して、現状より1桁高い精度の分光データを提供す

る。4) 環境技術標準基盤技術として分光法を導入す

るため1.6ミクロン帯のレーザー分光システムを開発

する。 

 第1と第2の目的に関する課題では、クラスター及び

微粒子の特性に関して、エアロゾル・微粒子等の生成

過程の研究、低環境負荷反応設計技術に関する研究、

化学物質の環境動態挙動に関する分子科学的研究を実

施した。第3の課題では、大気中温暖化物質等の定量

精度向上のため、吸収線パラメータの実験的決定とそ

の信頼性評価の研究、エアロゾルの赤外分光特性から

の組成決定に関する研究を実施した。第4の課題に関

しては、発生源インベントリー計測技術の開発をする

ため、近赤外ダイオードレーザーによる環境計測技術

の研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

８ 

 

環境流体工学研究グループ 

（Environmental Fluid Engineering Group） 
研究グループ長：清野 文雄 

（つくば西） 



研 究 

(238) 

概 要： 

 本研究グループは、CO2等の地球温暖化物質及び各

種有機塩素化合物等の環境負荷物質の発生源から地圏、

水圏、大気圏にいたるその動態を分子流体物理的な観

点から解明する。さらに、それら地球温暖化物質及び

環境負荷物質の分離や回収、及びその固定法を研究開

発するとともに、その環境影響評価に資する研究を行

うことを目的とする。このため、地層環境内における

物質拡散現象の予測法、極限反応場を利用した排水中

有害化学物質の分解技術、フッ素系地球温暖化物質の

回収技術に関して研究を進めた。 

 環境負荷物質の動態解明では、海洋表層における物

質交換機構の解明を目的として、その秩序構造の抽出

法を検討し、乱流熱物質フラックス、渦構造と界面と

の相互作用等を明らかにするとともに、地層中におけ

る核種の拡散現象の予測手法の高度化を目的として、

格子ボルツマン法を用いた二相流の界面モデルを開発

し、それを用いて多孔質体内の二相流流れの挙動を解

明した。さらに、水圏中に拡散した環境負荷物質と水

分子との相互作用の解明を目的として、液体構造の転

移現象を分子レベルで解析した。 

 極限反応場を利用した排水中有害化学物質の分解技

術では、有害化学物質の分解技術への適用を目的とし

て、マイクロバブルの効果的な圧壊促進法を研究した。

超音波を用いた圧壊のトリガー効果と共振周波数との

関係等について実験的に明らかにするとともに分解メ

カニズムを解明した。 

 フッ素系地球温暖化物質の回収技術では、フッ素系

地球温暖化物質のハイドレートを用いた回収プロセス

の確立を目的として、分離効率等の基礎データを実験

的に取得するとともに、スタテックミキサーを用いた

ハイドレートの高効率成長過程について研究した。さ

らに、Ⅰ型ならびにⅡ型ハイドレート構造の生成分解

条件、ゲスト分子占有率等の理論的な予測手法を構築

した。 

研究テーマ：テーマ題目９、テーマ題目10、テーマ題目

11、テーマ題目12 

 

計測技術研究グループ 

（Measurement Technology Research Group） 
研究グループ長：田尾 博明 

（つくば西） 

概 要： 

 化学物質の適正管理に係る技術基盤の整備・確立を

図るため、高感度でコンパクトかつ高精度な次世代環

境分析技術を開発することを目的とする。この目的を

達成するため、新規分析装置の開発、分析前処理法の

簡易化、多成分センサの開発、マイクロ流体分析チッ

プの開発を行う。また、新しく開発した方法の標準化

を行いその普及を図るとともに、環境負荷物質の放出

実態・環境挙動を解明し、有効な対策技術の選定に活

用する。平成15年度には新たに、MALDI-MS の新た

なイオン化法の開発に着手する。前処理法に関しては、

光反応を利用する全窒素とヒ素の酸化分解法を開発す

る。センサに関してはダイオキシンセンサの実用化に

必要なデータを取得する。マイクロ流体分析チップで

は、油水界面を利用する増幅電気化学検出系の安定性

向上を図る。また、微細空間における微生物の泳動挙

動評価システムを作製する。標準化に関しては、石炭

中の微量元素定量法に関するデータを取得する。環境

挙動の解明に関しては、多環芳香族炭化水素水酸化体

による海洋汚染の実態把握を目的として分析法の開発

を行う。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

浄化機能促進研究グループ 

（Advanced Remediation Group） 
研究グループ長：辰巳 憲司 

（つくば西） 

概 要： 

 有害化学物質リスク削減のため、当グループでは、

省エネルギー・低環境負荷型土壌修復技術の研究と、

省エネルギー・低環境負荷型廃棄物対策技術の研究を

行っている。 

1) 省エネルギー・低環境負荷型土壌修復技術の研究

では、自然が持つ浄化能力を強化した環境修復技術

の開発を目指した。このため、腐植物質が有害化学

物質を固定化し無害化する能力に注目し、この能力

と植物や太陽光などの自然の浄化能力を融合させた

新たな環境修復技術を構築するため、①腐植物質と

有害化学物質の相互作用を利用した土壌浄化、②界

面導電現象を利用した土壌浄化、③環境浄化に適し

た組み換え植物の創製、の研究を行った。 

2) 省エネルギー・低環境負荷型廃棄物対策技術の研

究では、平成16年7月に暫定期間が切れるフッ素、

ホウ素の低スラッジ処理技術の開発を目指した。ま

ず、ホウ素については、既存処理技術として唯一効

果が認められている、高 pH 域でカルシウムとアル

ミニウムを併用する方法の改良について検討した。

フッ素については、新たな処理剤の開発とその添加

量の削減法について検討した。また、プリント基板

工場の排水処理では、酸廃液のソフトエッチング廃

液とアルカリ廃液のレジスト廃液を同時に、しかも

廃液中の銅を採算レベルで回収できる技術の開発に

ついて検討した。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目15 

 

浄化触媒研究グループ 

（Catalytic and Electrochemical Purification Group） 
研究グループ長：小渕 存 
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（つくば西） 

概 要： 

 当グループでは、主に環境問題のエネルギーサイド

について、問題解決のための先導的技術の開拓を行う

ことを目標としている。環境問題のエネルギーサイド

とは、エネルギー資源の利用に伴って発生する環境汚

染対策や、環境技術における省エネの推進などである。

また、その手段として、特に触媒および電極反応を要

素技術とする研究に取り組む。今中期計画期間におい

ては、ディーゼル車排出粒子状物質（PM）および窒

素酸化物（NOx）、燃焼排ガス等に含まれる N2O、換

気空気中の揮発性有機化合物を主な対象物質とし、こ

れらの対策に関する新技術を確立する。また、金属の

腐食防止および環境中での重金属拡散抑制に関する電

気化学的な新技術の探索を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目16、テーマ題目17、テーマ題目

18 

 

水質浄化研究グループ 

（Hydrospheric Environmental Purification Group） 
研究グループ長：高橋 信行 

（つくば西） 

概 要： 

 水中微量有害物質の高度処理技術や環境低負荷型の

処理プロセスの確立と普及をめざし、都市域にある染

色事業所からの染色排水中に含まれる染料由来の難分

解性有機物を対象としたオゾン処理と生物処理との併

用による省エネルギー型の廃水処理技術の開発、シク

ロデキストリンを用いた分子選択性を有する新規吸着

材の合成とそれを用いた吸着処理プロセス及び促進酸

化法による分解法の開発について検討した。 

 オゾン処理と生物処理との併用による省エネルギー

型廃水処理技術の開発では、除去効果とエネルギー消

費の観点からの 適オゾン処理条件を推定するととも

に、オゾン処理と生物処理の連続式処理による有機物

除去効果を明らかにし、処理後に残留する有機物成分

の推定を原材料特性から推定した。新規吸着材の開発

では、環境基準の100倍濃度のトリクロロエチレンや

テトラクロロエチレンに対して市販品よりも高い吸着

除去率を示す吸着材を開発するとともに、促進酸化条

件下での塩素数による揮散効果の相違を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目19、テーマ題目20 

 

生態系機能制御研究グループ 

（Ecological Control and Microbiology Research 
 Group） 
研究グループ長：諏訪 裕一 

（つくば西） 

概 要： 

 窒素及び有害化学物質に係わる環境汚染の解決は国

内外で も重要な課題である。それらに係わる環境基

準あるいは排出規制は強化されつつあり、各事業所も

その対応に迫られている。様々な廃水処理技術のうち

経済的に も有利な生物学的処理技術が新規課題に適

用できるか否かは、廃水処理の方針を決定するために

まず知るべき事項であり、また、規制の実効性を行政

に判断させる点でも重要である。 

 当グループでは、規制の強化に伴って新たに処理対

象となる各種の産業廃水等からの効率的な窒素除去技

術の開発と環境での窒素循環に係わる微生物機能解析

を主な研究課題とする。新規に浄化を必要とする廃

水・汚染現場は、環境浄化能を持つ微生物の生存に対

しても過酷な条件である。これに対応するために化学

物質を分解して得たエネルギーを窒素除去に利用する

微生物と生物学的窒素除去で中心的な機能を担う硝化

細菌を共存させる新規な浄化技術の実証と管理・維持

方法の基本的な考え方の確立を中・長期的な目標とし、

実用的プロトコルの提案をめざす。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22 

 

大気環境評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Research Group） 
研究グループ長：近藤 裕昭 

（つくば西） 

概 要： 

 大気環境評価研究グループでは、地表に近い大気中

での物質の輸送過程を中心に研究を進めている。現在

の研究の中心は植生や森林生態系による大気中の二酸

化炭素の吸収量を大気力学的な立場から測定・評価す

ること、および、Large-Eddy Simulation やメソス

ケール気象・化学反応モデルを用いたマイクロスケー

ルからメソスケールの物質輸送過程の解明などの研究

である。これらの研究は、炭素循環に関わる陸上生態

系の役割や地球温暖化などの気候変化に対する生態系

の応答の解明に寄与する。シミュレーションモデルは、

複雑な大気化学過程を経る浮遊粒子状物質大気汚染の

メカニズムの解明や発生源対策、都市温暖化対策の総

合的な評価などに利用されている。これらの研究を行

うにあたっては、国内外の研究機関・大学等と幅広い

共同研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目23 

 

地球環境評価研究グループ 

（Global Environment Study Group） 
研究グループ長：鷲見 栄一 

（つくば西） 

概 要： 

 本グループは、温室効果物質を含む環境負荷物質の

放出と大気、陸域、海洋等への分配・循環メカニズム

を明らかにし、環境負荷物質による環境影響や対策技
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術が及ぼす環境影響の評価手法を開発することを目標

とする。二酸化炭素等による地球温暖化対策の評価手

法の確立を目的として、大気、陸域、海洋間の交換量

の観測と大気輸送モデルにより発生源・吸収源や放出

量・吸収量を推定する方法を開発する。海洋の二酸化

炭素吸収ポテンシャルの評価を目的として、北太平洋

表層における季節的な二酸化炭素の循環過程と太平洋

の中深層水への人為起源の二酸化炭素の蓄積速度の解

明を行う。海洋中に注入された二酸化炭素と海水との

相互作用の解明と海洋環境への環境影響・将来予測、

海洋隔離プロセス全体の実効性の評価を行う。大気・

水圏中の有害物質を含む粒子状物質の解明と動態予測

モデルの開発を目的として、東アジア海域や東京湾等

の沿岸海域の上空及び海洋中で沈降する過程や蓄積過

程の機構解明やモデル化を行う。 

研究テーマ：テーマ題目24、テーマ題目25、テーマ題目

26、テーマ題目27、テーマ題目28 

 

光利用研究グループ 

（Photoenergy Application Group） 
研究グループ長：松沢 貞夫 

（つくば西） 

概 要： 

 大気及び室内環境汚染物質・有害化学物質の光分解

除去によるリスク削減、大気汚染物質の分解過程の解

明、及び超難分解性物質の分解や再資源化をめざし、

ベンゼン類、アルデヒド類、多環芳香族化合物の光触

媒分解及び光触媒材料の開発、理論化学計算によるペ

ルオキシラジカル及びアルコキシラジカルの反応挙動

を評価する手法の開発、及び金属錯体を用いる CO2

還元反応とフッ素系化合物の光分解反応に関する検討

を行った。また、光触媒の分解性能評価法の標準化を

目指した研究も行った。 

 光触媒分解では、窒素ドープ可視光応答性光触媒の

薄膜化に成功し、アセトアルデヒドと NO を用いて

分解活性を確かめた。また、流通系反応装置に用いる

光触媒担体と光触媒の固定化法を検討した。その結果、

表面積が非常に大きい珪酸カルシウム系材料を用いた

光触媒材料が開発できた。反応装置内で光触媒を再生

する際に生じる廃液の処理を目指して、水中有機物の

光触媒分解除去の研究も行った。理論化学計算では、

揮発性有機化合物の酸化過程で生成するアルコキシラ

ジカルの酸素との反応速度の見積り手法を検討した。

基底状態とイオン状態間のカーブクロッシングを使い、

求められた活性化エネルギーは実験値と良い相関を示

した。CO2の還元反応では、同種金属(レニウム)中心

からなる多核錯体と異種金属（ルテニウム、レニウ

ム）からなる多核錯体の分光特性を調べ、CO2還元に

有効な錯体の特徴を明らかにした。フッ素系化合物の

反応では、ヘテロポリ酸光触媒によりノナフルオロペ

ンタン酸 C4F9COOH までのパーフルオロカルボン酸

をフッ化物イオンまで完全分解することに成功した。

光触媒性能評価法については窒素酸化物の除去性能評

価法を JIS 化（JIS R 1701-1）し、さらに後続の

VOC 除去性能試験法に備え分解条件を 適化した。 

研究テーマ：テーマ題目29、テーマ題目30、テーマ題目

31 

 

励起化学研究グループ 

（Excited State Chemistry Group） 
研究グループ長：二タ村 森 

（つくば西） 

概 要： 

 低温プラズマ、マイクロ波、光触媒、低温作動型触

媒・吸着剤などを利用し、ベンゼンやフロン類等、揮

発性有機化合物（VOC）の分解・吸着除去効率を向

上させる。また、低温プラズマによる燃料改質に関す

るデータを取得する。熱プラズマ蒸発法やゾルゲル法

により磁性超微粒子を合成し、各種磁性体の磁気的性

質を加熱速度との関係から明らかにする。赤外円二色

性（VCD）立体配座解析装置の開発については有害

化学物質の立体構造と毒性の活性相関に関するデータ

ベース公開を行う。 

 平成15年度は、プラズマリアクタに複合化させた酸

化チタンの格子酸素が活性化でき、ベンゼンの酸化分

解の促進に有効であることを見出した。また、イソオ

クタン改質に対してプラズマを適用した場合、周波数

の影響が顕著に現れ、9 kHz で 高分解率が得られ、

電圧波形としては正弦波と三角波で差が小さいことを

確認した。光触媒分解法では、酸化チタンに担持した

ロジウムが触媒の長寿命化に有効であり、触媒寿命が

ロジウムの酸化状態に依存することを見出した。磁性

吸着剤の核となり、真空加熱により飽和磁化、残留磁

化、保持力等の磁気的特性が制御可能なナノサイズの

レアアース-鉄-酸素系化合物を含む超微粒子を高周波

誘導熱プラズマにより合成することができた。VCD
公開データ数を42に増加させた。 

研究テーマ：テーマ題目32 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］固定発生源排出微粒子の測定方法の開

発（運営費交付金） 

［研究代表者］小暮 信之（環境管理研究部門 環境計

測研究グループ） 

［研究担当者］小暮 信之、苗代 武志 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

１）発生源 PM2.5微粒子濃度の簡便かつ高精度測定

法を確立するため、考案した定流量等速吸引法に基

づく口径可変式ダストサンプラを試作し、各種のば

い煙発生施設における現場実験を実施した。 
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 ばい煙発生施設は、都市ガスボイラ、石油ボイラ、

石炭ボイラ、石炭スラッジボイラ、パルプ回収ボイ

ラ及び廃棄物焼却炉の6施設で、JIS に規定された

平衡形手動ダストサンプラと同時比較測定を行い、

相関性、実用性、改良点などについて検討した。 

 実験の結果、試作した口径可変式ダストサンプラ

（x）と平衡形手動ダストサンプラ（y）との相関

は、y＝0.95x（R2=0.98）となり、口径可変式ダス

トサンプラが平衡形手動ダストサンプラより若干高

くなった。しかし、±5%以内で一致し、排ガスの

流速が変動する場合においても、実用上使用可能な

ことを確認した。 

 両者の対応関係が1対1にならなかった原因として、

口径可変式ダストサンプラの制御遅れ（現状、演算

制御等はすべて手動）が考えられるが、口径可変制

御の自動化及び吸引ポンプの定流量化等の改善を図

ることで、両者の対応はより改善できることが分か

った。 

２）低濃度ダストの簡易・迅速測定法を確立するため、

ISO 準拠の中容量ダスト試料採取システム（100～

200L/min）を試作し、研究室における基礎的特性

試験及び各種のばい煙発生施設における現場実験を

実施した。 

 実験結果は以下のようにまとめられる。 

① 採用するシリカ繊維製ろ紙（東洋濾紙：QR-

100）の0.3μmDOP 粒子による捕集効率は99.9%
以上で、JIS 及び ISO のいずれの条件を十分満足

できた。 

② シリカ繊維製ろ紙の圧力損失は、PTFE コーティ

ングガラス繊維製ろ紙（Pallflex：TX）と比較して

約4/5と小さく、高温排ガス測定用の中容量法に適

する。 

③ 円筒ろ紙は、円形ろ紙に比べて圧力損失が著しく

低く、ダスト捕集器も小型化でき、100L/min 以上

の中容量の試料採取に適する。 

④ 口径可変式ダストサンプラと同じ実験施設におけ

る中容量ダスト試料採取システム（x）と JIS に規

定された小容量ダスト試料採取システム（y）との

相関は、y＝1.05x（R2=0.98）となり、±5%以内で

一致し、実用上使用可能なことを確認した。 

⑤ 中容量ダスト試料採取システムの測定時間は、小

容量ダスト試料採取システムに対して、 大約1/5

短縮できた。 

⑥ 実煙道における高温排ガスで 大吸引流量は、円

形ろ紙で約100L/min、円筒ろ紙で約170L/min であ

った。 

 試作した中容量ダスト試料採取システムは、ISO 
12141の普通形手動方式に相当する測定装置であり、排

ガス流速が大きく変動する場合には基本的に適用できな

い。したがって、今回の試作システムをベースに、さら

に平衡形方式について検討する必要が認められた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダスト、PM2.5微粒子、ダストサンプ

ラ、固定発生源、サンプリング、等速吸

引 

 

［テーマ題目２］PM2.5測定装置の標準化（内部競争的

資金の項に記載） 

 

［テーマ題目３］ノニルフェノールの国際標準分析法開

発（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目４］産業起源内分泌かく乱物質の環境複合

毒性検出システムの開発と動態予測モデ

ル作成に関する研究（外部資金の項に記

載） 

 

［テーマ題目５］ハロゲン化ダイオキシン類似物質の 

QSAR 分析法と分解処理技術の開発 

（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目９］環境負荷物質の動態解明 

［研究代表者］永翁 竜一 

［研究担当者］永翁 竜一、灘 浩樹、高田 尚樹 

［研 究 内 容］ 

 原子力発電の高レベル放射性廃棄物の地層処分に関し

て、X 線 CT 計測による物体形状データから多孔質体境

界座標を生成するプログラムおよび、格子ボルツマン法

による流体解析コードを開発し、その計算結果が

Darcy 則を満たすことを確認した。また、濡れ性を考

慮した固体表面境界条件を開発し、混相流体界面モデル

と組み合わせて固体表面の液滴の付着・脱着シミュレー

ションを実施して理論予測と良く一致する結果を得た。

また、大気－海洋表面の剪断によって駆動される海洋表

層乱流場の三次元数値計算を行い、この乱流場に界面で

の等熱流束を仮定した熱輸送の効果を重畳させて、ラン

グミュア循環を初めとする渦構造の解析を行い、特徴的

な渦構造の検出に成功した。また熱輸送によって発生す

る浮力の効果も考慮した。さらに水分子モデルを用いた

分子動力学計算により、実験と同じ温度・圧力条件によ

る水の結晶化の再現に初めて成功し、その機構を明らか

にするとともに、分子シミュレーションを用いた水の結

晶化による物質回収研究の可能性を切り開いた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射性廃棄物、格子ボルツマン法、流体

解析、せん断流れ、水分子 

 

［テーマ題目10］極限反応場を利利用した排水中有害化

学物質の分解技術 

［研究代表者］高橋 正好 
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［研究担当者］高橋 正好、高田 尚樹 

［研 究 内 容］ 

 閉鎖性水域の水質改善技術に関して、せん断流れ場で

の流体界面の変形・分裂挙動の解明に取り組み、マイク

ロバブル発生装置の設計指針を取りまとめた。具体的に

は、せん断流れに浮遊する液滴の分裂過程を解明し、

(1) 液滴の初期配列が分裂現象に影響する、(2) 分裂す

る部分で局所的で非常に急激な圧力の時間変化が発生す

る、等を数値実験によって初めて明らかにして、発生装

置の 適化設計に必要な微細気泡・液滴の生成制御法の

指針を示すことができた。マイクロバブルの圧壊に関し

て、共同研究の実施により、実規模での排水処理を行い、

高濃度の有機系排水（COD＝2,000 mg/L 以上、200 

t/day）に対して水道水レベルの排水を可能とした。ま

た、マイクロバブルを流体工学的に撹拌することで多量

のフリーラジカルを発生させることに成功した。ナノバ

ブルを安定的に作成することに成功した。また、これを

ベースにしてオゾンナノバブルや酸素ナノバブルの物性

について研究を進めた。さらに、オゾンナノバブルの利

用により、一ヶ月以上効果の持つオゾン水を生成できた。

また、酸素ナノバブルについては強力な生理活性効果を

認めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロバブル、水質改善 

 

［テーマ題目12］ハイドレート応用技術 

［研究代表者］山崎 章弘 

［研究担当者］山崎 章弘、小笠原啓一、多島 秀男、 

清野 文雄 

［研 究 内 容］ 

 HFC-134a と窒素の混合ガスに対して2種類の多孔質

体（Vycor ガラス、アルミナ）を用いてその細孔内での

ハイドレート生成によるガス分離プロセスについて検討

を行い、分離 適条件を見いだした。HFC-134a ハイ

ドレートの高効率生成法の確立を目指してスタティクミ

キサーを用いたハイドレートの生成法の開発を行い、流

速などの運転条件が HFC-134a ハイドレートの生成に

及ぼす影響について実験的に検討した。さらに、HFC-

134a ハイドレートの4重点近傍のハイドレート挙動を明

らかとするとともに HFC1234a-N2系の分離特性測定実

験を行い、分離比データならびに速度データを取得した。

また、I 型、II 型ハイドレート中のガス含有率を開発し

た水分子モデルと独自の熱力学計算法により計算し、実

験の再現性を確認し、様々な物質の回収効率の理論的予

測データを作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハイドレート、フッ素系地球温暖化物質、

HFC134a、分子間相互作用 

 

［テーマ題目13］省資源・ダウンサイジング環境分析シ

ステムの研究開発（運営費交付金） 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門計測技術

研究グループ） 

［研究担当者］田尾 博明、木村 明、野田 和俊、 

長縄 竜一、中里 哲也、鳥村 政基、 

佐藤 浩昭、黒澤 茂、津野 宏、 

兼清 泰正、市枝 信之、川村 千晶、 

谷川 實、愛澤 秀信、朴 鐘元、 

島 忠夫、清野 晃之、伊藤 信靖、 

孫 麗偉、関戸 尊子 

Ramaswamy Babu Rajendran 
（職員8名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 化学物質の適正管理技術を確立するため、高感度でコ

ンパクトかつ高精度な次世代環境分析技術を開発する。

このため1) 高感度分析装置、2) 簡易な分析前処理法、

3) 分子認識センサ、4) マイクロ流体分析システムを開

発し、分析に要する時間と経費を1/5以下に低減するし、

感度を5倍以上向上させる。これにより重金属、ダイオ

キシン類、内分泌攪乱作用が懸念される物質に関して、

世界の 高レベルの分析性能を目指す。平成15年度は、

1) 高感度分析装置に関しては、GC/ICP-MS 法により

測定可能な物質を、現在の有機金属化合物から非金属化

合物にも拡げ、適用範囲の拡大を図る。2) 前処理法に

関しては、全窒素迅速分析のための窒素化合物高効率光

分解装置と、土壌中金属の形態分析法のためのオンライ

ン前処理装置を各々開発する。3) センサに関しては、

ビスフェノール A センサの応答速度の向上を図る。ホ

ルムアルデヒドセンサの再現性、寿命を改善するための

被覆法等の改良を行う。これまでに開発したホルムアル

デヒドやベンゼンセンサの現場試験等を行い、実用化に

必要なデータを集積する。ダイオキシンセンサでは、

ELISA 法及びガスクロマトグラフ質量分析（GC/MS）
法で測定した結果との関係を明らかにするとともに、実

用化の道筋を立てる。4) マイクロ流体システムに関し

ては、マイクロ流体電気化学検出チップの増幅効率を実

用的なところまで高める。微生物検査チップは、微生物

を分離・濃縮させるためのチップと装置を開発すること

を目指した。その結果として、下記の成果が得られた。

1) 昨年度開発した GC/ICP-MS インターフェイスの国

際特許をメーカーと共同出願し製品化に備えた。また、

測定対象を直接又は誘導体化することにより、有機塩素

化合物及び多環芳香族炭化水素水酸化体に拡大できる見

通しを得た。2) 全窒素に加え、全水銀、新たに遺棄化

学兵器との関連で社会問題となっている有機ヒ素にも、

開発した光分解法が有効なこと、また、土壌中金属の形

態分析、石炭中の微量金属定量にマイクロ波処理法が有

効なことを見出し標準化データを取得した。3) カルボ

キシル基を導入した鋳型分子膜合成法を開発し、pH 制

御により吸着量を自在に変えられる感応膜を開発した。
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現場試験から、ベンゼン、アセトアルデヒドセンサは既

存法と整合性が高いことを確認した。ダイオキシンセン

サはライセンシング契約を結び実用化の見通しをつけた。

4) 微細加工技術を確立し再現性の高い増幅効率を実現

し、理論解析を行った。また、微生物特有の挙動に基づ

く検査チップを開発し性能を評価した。以上をまとめる

と、GC/ICP-MS は世界 高感度を示し、ダイオキシン

等のセンサ類は実用化に近づいた。試料前処理法はいず

れも試薬等を 小限に抑え JIS 等の標準分析法への採

用を目指している。電気泳動による微生物分離は国際的

にも先駆的な研究であり、MALDI-MS による同定技術

との結合は、環境バイオ分野のプラットフォーム技術と

期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高感度分析装置、簡易分析、センサ 

 

［テーマ題目14］環境浄化能を強化した土壌浄化技術の

研究開発（運営費交付金） 

［研究代表者］辰巳 憲司（環境管理研究部門浄化機能

促進研究グループ） 

［研究担当者］辰巳 憲司、和田 愼二、福嶋 正巳、 

市川 廣保、森本 研吾、飯村 洋介、 

澤田 章、田中ふみ子、園木 和典、 

金井 桂子、菊地 敦紀、山本 葉子、 

坂場 愛（職員7名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 自然が持つ浄化能力を強化することによって、省エネ

型環境修復技術の開発が可能になる。特に、腐植物質が

有害化学物質を固定化し無害化する能力に注目し、この

能力と植物や太陽光などの自然の浄化能力を融合させた

新たな環境修復技術を構築するため、①腐植物質と有害

化学物質の相互作用を利用した土壌浄化、②界面導電現

象を利用した土壌浄化技術の開発、③環境浄化に適した

組み換え植物の創製、の研究を行う。 

 ①腐植物質と有害化学物質の相互作用を利用した土壌

浄化では、鉄ポルフィリン錯体などバイオミメティック

な触媒の土壌浄化への適用を図るため、難分解性有機塩

素化合物の無害化促進に寄与する腐植物質の機能を解明

する。本年度は、鉄ポルフィリン錯体などバイオミメテ

ィック触媒系について、PCP の分解効率や生成物パタ

ーン、腐植物質の添加効果について検討を行った。その

結果、水溶性鉄(III)－ポルフィリン錯体により、中性

条件下（pH 6-7）でペンタクロロフェノール（PCP）

の酸化が効率的に起こることを明らかにした。また、こ

れに泥炭起源の腐植物質を添加すると、PCP の酸化と

脱塩素化が促進する結果を得た。また、腐植物質の構造

パラメータと腐植物質添加による PCP 分解率の促進の

度合いとの相関性を調べたところ、腐植化度の低い泥炭

や堆肥由来の腐植物質の添加が PCP 分解の促進に対し

て有効であることを明らかにした。 

 ②界面導電現象を利用した土壌浄化技術の開発では、

昨年度確立した電解槽の pH 制御により、汚染物質の存

在形態と電気浸透流に影響を及ぼす土壌の pH 変化を抑

制することができた。今年度は、電位勾配も同時に測定

できる装置を試作した。この装置により、土壌の pH 変

化と電位勾配の推移を評価することが可能になった。

pH を制御しない場合、土壌の広範囲において電位勾配

が平坦になることで、さらに汚染物質の移動量が減少す

る結果を得た。これまでは主にカオリンなどを用いた単

純な組成の土壌を対象に検討してきたが、今年度は実際

の汚染土壌を入手し、キャラクタリゼーションを行うと

ともに、黒ボク土をベースとした汚染土壌を調製した。 

 ③環境浄化に適した組み換え植物の創製の研究では、

本年度は、汚染現場の土壌を用いて、ハイパアキュムレ

ーター（重金属を積極的に吸収する能力を有する植物）

のスクリーニングをポット栽培によって行った。その結

果、草本植物において、カドミウム吸収能力が高い植物

をスクリーニングできた。この植物は、汚染土壌のカド

ミウム濃度を環境基準値以下に低減する能力を有してい

ることから、土壌の浄化を、低コストで行うことの可能

性を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］腐植物質、バイオミメティック触媒、汚

染土壌、エレクトロカイネティックレメ

ディエーション 

 

［テーマ題目15］重金属リサイクル型産業排水処理剤の

開発（運営費交付金） 

［研究代表者］辰巳 憲司（環境管理研究部門浄化機能

促進研究グループ） 

［研究担当者］辰巳 憲司、森本 研吾、和田 愼二 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 重金属を含む排水は、以前から水酸化カルシウムを使

う水酸化物沈殿法で処理されてきたが、大量のスラッジ

が発生し、その処分が大きな問題であった。そこで、ス

ラッジの量を削減できる処理剤開発を目指した。また、

平成16年7月に暫定期間が切れるフッ素、ホウ素の低ス

ラッジ処理技術の開発を目指した。 

 本年度は、昨年度に引き続き銅エッチング排水を対象

として、重金属リサイクル型産業排水処理について検討

するとともに、プリント基板工場から排出される酸廃液

のソフトエッチング廃液とアルカリ廃液のレジスト廃液

を同時に処理する方法について検討した。これまでエッ

チング廃液は、産業廃棄物として処分されてきたが、こ

の廃液と洗浄工程で排出される排水を一緒にして処理し、

銅が採算ベースで回収できるスラッジを得ることを目指

した。その結果、エッチング排水に開発した酸化力を有

する処理剤を添加して処理したところ、排水を加温した

状態でアルカリ性にすることにより、銅を水酸化銅では
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なく酸化銅として沈殿させることができることが分かっ

た。さらに、エッチング排水に廃液を添加して一緒に処

理することにより、スラッジ中の銅含有量を絶乾重量で

昨年度より高い60%以上にまで高めることができること

を明らかにした。また、強酸性のソフトエッチング廃液

とアルカリ性のレジスト廃液を反応させて中和し、これ

らを同時処理する処理では、開発した機能性凝集剤に、

これまで処理を困難にしていた高粘着性物質の生成を著

しく抑制できる効果があることが分かった。 

 ホウ素につては、既存処理として唯一効果が認められ

ている、高 pH 域でカルシウムとアルミニウムを併用す

る方法について検討し、既存処理よりもカルシウムを

1/5、アルミウムを1/2に削減し、結果としてスラッジを

1/4にすることを可能にした。さらに、フッ素、ホウ素

の排水基準を十分クリアできる機能性凝集剤を開発する

とともに、フッ素についてその添加量の削減法について

検討した。その結果、凝集剤の開発当初に比べ添加量を

1/3に削減し、スラッジ発生量を1/5にまで削減すること

に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］重金属、凝集剤、フッ素、スラッジ 

 

［テーマ題目16］粒子状物質の発生源対策技術と環境負

荷低減効果の評価に関する研究：ディー

ゼル車排出粒子状物質低減技術の有効性

評価（運営費交付金、部門重点課題） 

［研究代表者］小渕 存（環境管理研究部門浄化触媒研

究グループ） 

［研究担当者］大井 明彦、内澤 潤子（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ディーゼル車から排出される粒子状物質（PM）の低

減対策技術として、燃料性状変更の効果の評価、および

先導的な後処理トラップ技術の探索を行うことを計画と

している。今年度は、燃料性状変更の効果に関しては、

定常条件と10･15モードにおいてディーゼル中量車を運

転して、瞬時微粒子質量計測装置（TEOM）を用いて

PM 排出量を連続測定した。その結果、燃料性状が異な

っても PM は加速部分で多く排出されることを明らか

にした。後処理トラップ技術に関しては、電気集じん方

式の PM トラップを試作し、日本自動車研究所の単気

筒ディーゼルエンジンを用いて性能試験を行った。その

結果、本トラップにより、条件次第では PM 中の固体

炭素分が90%以上捕集できることがわかった。この方式

と酸化触媒を併用することにより、PM を高効率で連続

除去できる新たな技術の見通しを得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ディーゼル車、粒子状物質、DPF、 

触媒、燃料性状 

 

［テーマ題目17］電気化学反応を用いた環境中化学物質

の排出抑制手法の研究（運営交付金） 

［研究代表者］中山 紀夫（環境管理研究部門浄化触媒

研究グループ） 

［研究担当者］内澤 潤子（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 有害化学物質を電極を用いた酸化還元反応により捕

集・分解したり、建築物等に用いられる金属材料の劣化

を電気化学反応制御により防止することにより、環境中

への有害物質の拡散・廃材の排出等を抑制するシステム

を開発することを目的とする。 

 今年度、金属材料腐食防止技術については、腐食防止

剤として環状ウレイド化合物に着目し、コンクリート環

境模擬水溶液を用いた検討で、環境負荷の小さい尿酸を

添加することにより、コンクリート内部の鉄鋼、及びこ

れと導通する土壌中の鉄鋼の腐食を抑制できる可能性が

あること、及びその作用機構を明らかにした。有害物質

拡散防止技術については、金属板に多数の貫通孔を設け

た多孔性電極スクリーンの実用化に向けた実験として、

鋼板に環通孔を多数穿孔した電極を用いて水を含む砂中

の鉄イオンの拡散を1/10程度に抑制できることを確認し

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］電極反応、有害化学物質、重金属、腐食

防止 

 

［テーマ題目18］H2の反応を利用する化学物質無害化

プロセス（運営交付金、萌芽的研究） 

［研究代表者］小渕 存（環境管理研究部門浄化触媒研

究グループ） 

［研究担当者］内澤 潤子、難波 哲哉（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 H2-O2の触媒反応等、容易に進行する反応場で有害化

学物質の酸化分解など他の反応を促進させるという、新

しい有益な反応プロセスの創出を目指す。本年度は、

H2-O2触媒反応場での NOx 還元および N,N’-ジメチ

ルホルムアミド（DMF）分解を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］化学物質、無害化、Pt、H2、NOx、 

N,N’-ジメチルホルムアミド、正の温

度勾配 

 

［テーマ題目19］生物機能促進研究（有害物質高度化処

理）効果の検証（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目20］シクロデキストリン分子認識による汚

染物質の除去・計測技術開発（外部資金

の項に記載） 

 

［テーマ題目21］窒素および有害化学物質の新規生物学

的除去技術の開発とその管理方法（運営
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費交付金） 

［研究代表者］山岸 昂夫（環境管理研究部門生態系機

能制御研究グループ） 

［研究担当者］山岸 昂夫、山口 文男 

（職員2名、他0名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、化学物質（フェノールあるいはジメチルホ

ルムアミド；DMF）とアンモニア態窒素を含む濃厚排

水を生物処理するための技術開発を行ってきた。DMF
は合成繊維や合成樹脂等の製造に使用され、製造プロセ

スから高濃度かつ多量に排出されている生物的に難分解

な PRTR 指定化合物であり、アンモニア態窒素は第5次

総量規制により排出規制が強化される対象である。膜分

離一槽式硝化脱窒活性汚泥法によりこれらの化学物質と

アンモニアを同時に除去するシステムをベンチスケール

リアクターで実証し、窒素負荷量0.1kg･m-3･d-1相当で、

化学物質および窒素とも除去率95%以上を達成した。さ

らに従来法に較べ、脱窒・pH 調整のための薬剤費の節

減、バッキ量・余剰汚泥処分量の低減が可能であった。

膜分離一槽式硝化脱窒技術は有害化学物質と窒素を同時

除去できる有用なプロセスであるが、亜酸化窒素発生が

欠点である。これまでのさまざまな実験結果をまとめ、

化学物質種に依らず流入 COD/N を3.5-4.0にすること

で亜酸化窒素発生が防止できることを見出し、この問題

を解決した。化学物質を含むさまざまな有機物を対象に

有機物と窒素の同時除去実験を行い、脱窒速度、N2O
発生率、余剰汚泥生成量を指標として窒素除去に適した

有機物を評価した。その結果、メタノールが優れており、

従来技術の正当性を裏付けた。難分解な塩素化芳香族化

合物も脱窒を促進し、 大70 mg-N･l-1･d-1で窒素を除

去した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アンモニア、硝酸、化学物質、生物学的

窒素除去、硝化、脱窒 

 

［テーマ題目22］個々の分類群のアバンダンス分布に基

づくアンモニア酸化細菌群集の動態解析

手法の研究（科学研究費補助金） 

個々の分類群のアバンダンス分布に基づ

くアンモニア酸化細菌群集の動態解析手

法の開発（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目23］大気／植生間の CO2交換量・放出量

推定手法の研究開発（運営費交付金） 

［研究代表者］山本 晋（環境管理研究部門副部門長） 

［研究担当者］近藤 裕昭、蒲生 稔、村山 昌平、 

三枝 信子、飯塚 悟、王 輝民、 

岩男 弘毅、岩下 広和、高村 近子 

（職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では他大学、他研究機関と共同でシベリアから

東南アジアに至るアジアの代表的な植物・土壌生態系を

亜寒帯、温帯、熱帯別に選定し、微気象学的方法による

森林・草地生態系のフラックス、チャンバー法による土

壌呼吸・植物呼吸、光合成など主要な炭素循環プロセス

を統一的方法で、原則通年観測する。産総研では、北東

ユーラシアに広域に分布するカラマツ林生態系（北方

林）を対象として、北海道苫小牧と中国老山、また、タ

イとインドネシアの熱帯林を研究対象として、生態系の

炭素収支をフラックス観測によって推定した。これらの

観測結果をデータベース化し、年々変動の解明の研究に

つなげるためのデータベースの研究を岐阜県高山の観測

データを用いて行った。さらに、アジア地域に多い複雑

地形の観測データへの影響を調べるため、LES モデル

を開発し、単純な地形上に起こる CO2フラックスの大

気安定度による違いを調べた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素フラックス、森林生態系、熱

帯林、北方林、LES、大気安定度 

 

［テーマ題目24］二酸化炭素等の温暖化物質の発生源・

吸収源推定 

 ・全球大気輸送モデル（運営交付金） 

・化学輸送モデルを用いた東アジアにお

けるハロカーボン排出量の推定に関す

る研究（環境省受託研究費） 

・衛星観測データを利用した四次元デー

タ同化手法の開発状況の調査（環境省

受託研究費） 

［研究代表者］田口 彰一 環境境管理研究部門 地球

環境評価研究グループ 

［担当研究者］田口 彰一（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラドン222の連続観測データとの比較から産総研の大

気輸送モデルの改良を行った。ドイツのフライバーグに

おけるラドンの観測結果と比較したところ、境界層が薄

い夜間に STAG 濃度が観測の数倍高くなっていること

が分かった。 低境界層高度を導入したところ問題を回

避出来た。この導入により、ハワイのマウナロア（標高

3400m）の観測濃度と STAG 濃度との差も小さくなっ

た。次に HCFC-22の濃度を2002年の気象データを用い

て計算した。2002年に旧航空技術研究所と国立環境研究

所が相模湾上空で測定した濃度および米国海洋大気庁

（CMDL）が測定した濃度と比較した。STAG 濃度と

観測値の差はバロウ岬（アラスカ）および相模湾の高度

1km 以下以外は5ppt 以内に収まった。 

 大気中の水蒸気、二酸化炭素、オゾンなどは赤外線を

吸収するため、それら気体成分の分布は大気の熱平衡状

態に影響する。このうち水蒸気は降水との関連から数値

天気予報の早い段階から予報されてきたが、二酸化炭素



研 究 

(246) 

とオゾンは予報せず一定値が用いられてきた。欧州中期

予報センター（ECMWF）には2003年から米国の大気

熱赤外サウンダ（AIRS）のデータが即時配信されるよ

うになったのに伴い、二酸化炭素の利用試験が始まった

ため開発状況を調査した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、アジョイント、データ同化、

大気熱赤外サウンダ、ラドン、地球温暖

化、ハロカーボン、相模湾 

 

［テーマ題目25］海水中二酸化炭素等の温暖化物質の測

定手法の開発と炭素循環過程の解明 

・太平洋の海洋中深層データ解析による

長期的二酸化炭素吸収量の解明に関する

研究（環境省受託研究費） 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］鶴島 修夫（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 1970年代以降の北太平洋の二酸化炭素データを収集し、

統合データベースを作成した。西部北太平洋定点および

東経165度の南北断面において、中深層における二酸化

炭素の増加速度を見積もり、約1000m 深まで二酸化炭

素が蓄積されていることが、直接的な二酸化炭素濃度の

時系列変化からも検出された。さらに、これまでに収集

したトレーサーおよび溶存酸素などのデータセットを時

系列に並べて解析した結果、北太平洋の広範囲な海域で

水深1000m 程度まで、20年の周期を伴いながら海洋表

層と深層との混合が弱化しつつあることを明らかとした。

このことは人為起源二酸化炭素の吸収（Uanth）の程度

が数十年スケールで鈍ってきている可能性があることを

示している。さらに、人為起源二酸化炭素以外の二酸化

炭素の海洋から大気へのやり取り（Unon）が鈍ってい

ることも明らかとなり、Uanth に対して Unon が約2倍

量海洋内に蓄積されていることがわかった。これらの

Uanth と Unon の量比を時空間的に今後明らかにする

ことが、海洋の二酸化炭素吸収に伴う気候変動解析・予

測に重要であり、その変動量を太平洋スケールで明らか

にすることを予定している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、吸収速度、太平洋 

 

［テーマ題目26］海洋を利用した二酸化炭素対策技術の

評価手法の開発 

・海洋炭素固定化技術に伴う温暖化物質

動態解明（文部科学省受託研究費－科

学技術振調整費） 

・二酸化炭素海洋隔離による海洋物質循

環過程への影響評価に関する研究（環

境省受託研究費） 

・深層水汲み上げに伴う海水中二酸化炭

素の挙動に関する研究（民間受託研究

費） 

・二酸化炭素の海洋隔離に係わる海洋拡

散過程および数値モデルの研究（民間

受託研究費） 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理研究部門地球環境

評価研究グループ） 

［研究担当者］青木 繁明、鈴村 昌弘、柴本 陽子 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 相模湾において、深層水の汲み上げ実験に伴う周辺海

域の観測調査を行った。本研究課題では、深層水汲み上

げによって二酸化炭素の固定効率がどのように変化する

のかを調査する一方、生物生産の活性化に伴う二酸化炭

素以外の温室効果気体の発生量変化を把握する目的で、

溶存気体の測定調査を実施した。汲み上げ装置「拓海」

周辺の水質調査を2003年8月に行った。汲み上げ装置は

いつもほぼ同じ水塊を汲み上げていると考えて良いこと

が分かった。この水塊は太平洋の深層水そのものという

よりは中層水に近い特徴を示したが、いずれにしろ栄養

塩濃度は高く、硝酸濃度で21μmol/L を示した。同時に

200m 深では二酸化炭素・メタン・亜酸化窒素の濃度が

表層よりも高いことが確認され、汲み上げによる温暖化

気体放出量の増加可能性が示唆された。 

 二酸化炭素の海洋隔離を実施する場合の有望な候補海

域になるであろう西部北太平洋亜熱帯海域における炭酸

塩粒子の存在状態を把握できるように、大量現場ろ過器

を作成しテストを実施した。二酸化炭素隔離に対する環

境影響評価の基礎となる現場海域の現状を把握するため、

これまで西部北太平洋で実施したセジメントトラップに

よる沈降粒子のデータのデータベース化を図った。また、

炭酸塩の溶解とともに二酸化炭素の海洋隔離の影響を受

けるであろう有機物の分解過程を考察するため、西部北

太平洋域で採取した海水を用いて溶存有機物の分離濃縮

手法の検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、海洋

隔離、環境影響評価、西部北太平洋 

 

［テーマ題目27］エアロゾルの長距離輸送過程の解明 

・大気圏・水圏における粒子状物質の挙

動（運営費交付金） 

・海洋上の有機エアロゾルに対する人間

活動の影響およびその放射強制力の評

価（環境省受託研究費） 

［研究代表者］兼保 直樹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］兼保 直樹、古賀 聖治（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 父島における海洋境界層内エアロゾルの光学的特性の

連続観測およびフィルターサンプリングにより、人間活
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動の影響を受けたアジア大陸起源の大気エアロゾルの長

距離輸送の状況を捉えた。特に、寒冷前線通過時の散乱

係数および吸収係数の急増、その際のエアロゾルの鉛直

分布、測定値の湿度補正係数等、今後の放射伝達計算に

必要なパラメータをほぼセットとして揃えることができ

た。また、父島で長期フィルターサンプリングされた有

機エアロゾルを分析し、多環芳香族炭化水素類の各物質

濃度の季節変化から、燃焼起源アロゾルには冬季の石炭

燃焼等産業起源系のもの、および夏季のバイオマス燃焼

系のものがあることが判明した。夏季のバイオマス燃焼

系の有機エアロゾルは、濃度レベル自体は低いものの、

滞留時間の長さから、やはり長距離輸送されたものであ

ることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射強制力、PAHs、黒色炭素 

 

［テーマ題目28］大気・水圏中の粒子状物質の解明と動

態予測モデルの開発 

・大気圏・水圏における粒子状物質の挙

動（運営費交付金） 

・産業起源内分泌撹乱物質の環境複合毒

性検出システムの開発と動態予測モデ

ル作成に関する研究（環境省受託研究

費） 

・有害化学物質の海洋における起源・輸

送・拡散及び予測に関する研究（環境

省受託研究費） 

［研究代表者］鷲見 栄一（環境管理研究部門地球環境

評価グループ） 

［研究担当者］鈴村 昌弘、前田 高尚、青木 繁明 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 当該海域上空への大気汚染物質の輸送過程については、

平成14年度に引き続き、春季に日本の南西諸島周辺で行

われた大気汚染の集中観測プロジェクト（APEX）に合

わせ、広域大気汚染シミュレーションモデルを運用し、

観測結果の解析を行った。さらに、本州太平洋沿岸部に

おける広域的な輸送過程の解明のため、同モデルを用い

て、愛知県長久手における大気中粒子物質の長期連続観

測結果の解析を開始した（豊田中研との共同研究）。 

 東京湾湾奥について沿岸生態系モデルと疎水性化学物

質の吸着モデルを結合した数値シミュレーションを行い、

ノニルフェノールの分配係数の感度解析を行った結果で

は、分配係数（Log Koc）は5.30であった。従来の経験

式から導かれる Log Koc に比べて大きい値になってい

たが、植物プランクトンの寄与が大きいためと思われた。

計算された沈降物中のノニルフェノール濃度分布は、汀

線近くの浅い海域で高かった。負荷流入量の多い河川か

ら離れた市川沖や木更津沖の浅い海域に溜まった結果に

なっていたが、観測された堆積物中のノニルフェノール

濃度は反対に低かった。堆積物中に棲む底生生物によっ

て摂食されて減少し、その後、流れや波浪によって再懸

濁し沖に移動した結果だと思われた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］東アジア域、広域大気汚染、準実時間シ

ミュレーション、硫黄酸化物濃度、東京

湾、沿岸生態系、疎水性化学物質、分配

係数 

 

［テーマ題目29］大気及び室内環境汚染物質・有害化学

物質の光分解除去によるリスク削減（外

部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目30］環境残留性化学物質の不拡散・浄化の

研究（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目31］地球温暖化物質の再資源化に関する基

盤研究（外部資金の項に記載） 

 

［テーマ題目32］VOC の高効率分解に関する研究 

・有害大気汚染物質・揮発性有機化合物

の高効率・簡易型処理システムに関す

る研究（試験研究調査委託費：地球環

境保全等試験研究に係わるもの） 

・フッ素系地球温暖化物質の回収・分解

技術に関する研究（試験研究調査委託

費：地球環境保全等試験研究に係わる

もの） 

［研究代表者］二タ村 森（環境管理研究部門励起化学

研究グループ） 

［研究担当者］二タ村 森（環境管理研究部門励起化学

研究グループ）、 

尾形 敦、永長 久寛、金 賢夏、 

Oh Seung Min（非常勤職員）、 

馬 蘭（派遣職員）、 

川崎 寿之（派遣職員）、 

吉田 幸子（派遣職員） 

（職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 有害大気汚染物質・揮発性有機化合物の高効率・簡易

型処理システムに関する研究では、中小の事業所でも取

り扱える小型で安価な VOCs 分解除去装置の開発を目

指し、排ガス条件によらない高効率の分解除去システム

の構築を図る。フッ素系地球温暖化物質の回収・分解技

術に関する研究では、高性能分離膜やハイドレートを利

用した回収技術と低温プラズマを中心とした分解技術を

開発するとともに、各要素技術の相補的なシステム化を

図ることにより、化学構造や排出源を異にするフッ素系

地球温暖化物質の工場等の排出源からの大気環境中への

放出を抑止し、地球温暖化防止に資する。低温プラズマ
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によるフッ素系地球温暖化物質分解技術の開発では、触

媒との複合化等によりコンパクトで低コストな分解シス

テムの構築を目指す。さらに、個別の発生源に適合する

新規処理システムを設計し、実用化の基本計画を策定す

る。 

 平成15年度、有害大気汚染物質・揮発性有機化合物の

高効率・簡易型処理システムに関する研究では、プラズ

マを用いた分解法における操作条件の 適化に関する検

討を行った。ベンゼンの分解反応に対して種々の放電方

式の低温プラズマリアクタと触媒を複合化させたプラズ

マリアクタの性能を比較検討した結果、プラズマ駆動触

媒リアクタが有望であることが明らかになった。各種反

応条件の詳細な検討から、さらに性能を向上させるため

のリアクタ設計指針を得た。ただし、吸着剤の改良、探

索については、多くの材料を対象にスクリーニングを行

ったが適当なものを見出せなかった。 

 フッ素系地球温暖化物質の回収・分解技術に関する研

究では、沿面放電型や無声放電型リアクタと、MnO2、

AlPO4といった触媒を複合化させると、HFC 類分解の

エネルギー効率が向上することを明らかにした。副生成

物分布に対する触媒効果は確認できなかった。上記触媒

の作用機構は異なることから、バイモーダル触媒の調

製・利用により、HFC 類のプラズマ分解におけるさら

なるエネルギー効率の向上が期待された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］揮発性有機化合物（VOC）、低温プラズ

マ、光触媒、吸着剤、濃縮、分解 

 

⑧【環境調和技術研究部門】 
（Research Institute for Green Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：春田 正毅 

副研究部門長：浜田 秀昭、原谷 賢治 

総括研究員：小林 幹男 

 

所在地：つくば中央第5、つくば西 

人 員：70（68）名 

経 費：1,306,970千円（349,496千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 環境調和技術研究部門では、持続可能な循環型社

会の構築に必要となる環境負荷極小化技術の開拓・

創出を目標とする。具体的には、GSC（Green 
Sustainable Chemistry；地球と人間に優しい化

学）と3R（Reduce、Reuse、Recycle；使用量削減、

再使用、再利用）に関して、世界的にも存在感のあ

る環境技術の研究拠点となることを目指す。 

２．研究の概要 

 環境調和技術研究部門は、①触媒・代替溶媒、②

分離・濃縮、③素材・資源の基盤技術を核として、

時代を切り拓く新しい環境負荷極小化技術の芽の創

出と、それらを実用化する橋渡しを行う。主要な研

究課題は以下の通りである。 

１）環境調和型化学プロセス（GSC） 

① 環境負荷の少ない反応プロセスの開拓：化

学工業において高分子重合に次いで生産規模が

大きく、かつ技術革新の余地の大きい選択酸化

反応を中心とし、プロセスの脱ハロゲン化、シ

ンプル化を目指す。特に、プロピレンの気相一

段エポキシ化及び代替溶媒を用いたファインケ

ミカルズ合成には重点的に取り組む。 

② 省エネルギー型の分離・濃縮プロセス：化

学プロセスの消費エネルギーの50%以上が分

離・濃縮工程で使われていることから、有機高

分子、炭素、炭化ケイ素、ゼオライト等から成

る種々の分離膜の基本性能（分離係数、透過速

度、耐候性）の大幅向上を図り、酸素濃縮、発

酵アルコール分離・濃縮等に対する新しい省エ

ネルギープロセスの開発を目指す。 

③ 環境汚染物質の無害化技術の開発：自動車

エンジン等からの排ガスの浄化は大気環境の保

全にとって即効性の高い解決策であり、硫黄分

10ppm 以下、芳香族分1wt%以下のクリーンな

燃料を製造するための貴金属系、硫化物触媒及

び燃焼排ガス中の NOx の還元触媒・分解触媒

の開発を行う。反応条件下での触媒構造と表面

吸着種の解析及びモデル触媒を用いた表面科学

的解析を駆使して触媒設計手法の構築をも目指

す。 

２）資源循環・有効利用技術（3R） 

① 地球と人間に優しい物質・材料の設計と創

製：資源循環率の向上、廃棄物の削減を実現す

るためには、有害物質の混入を回避することが

重要である。そのために、有害物質を含まない

新しいエコマテリアルである水銀フリー蛍光体、

非臭素系難燃性高分子等の設計と創製を行う。 

② 製品・素材・物質の高度利用と循環：金属

資源の多くは既に可採埋蔵量が数10年となって

いるので、その回収、循環利用のシステム構築

を目指して、都市鉱山といわれる携帯機器廃棄

物等からの有価金属（貴金属、銅、ニッケル

等）を回収するための選択粉砕、粒子分離、金

属の溶媒抽出等の基盤技術の開発を行う。 

３．研究課題 

 環境調和技術研究部門における具体的な重点課題

は、次のような考え方で設定した。ひとつは共通基

盤技術の高度化で、当部門において対外的な競争力

を有しており各種の環境問題に取り組むに当たって
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強力なツールとなり得る基盤技術の先鋭化と拡充に

つながる課題を重視している。具体例は、分離膜や

超臨界流体に関する研究が挙げられる。他は、社会

的な要請への対応であり、特に社会的な緊急性が高

い課題であって当部門のポテンシャルを生かすこと

ができると考えられるものである。その例としては、

有価金属回収、軽油クリーン化、排ガス浄化がある。

このような考え方に基づき、当部門では以下の9つ

の重点課題を設定した。 

①粒子分離技術の高度化 

②炭化水素脱水素用の高性能触媒の開発 

③ハロゲンフリー化学の研究開発 

④有価金属回収技術の高度化 

⑤環境調和型化学プロセスの設計と分離膜の創製 

⑥超臨界流体を利用する材料合成法の開拓 

⑦革新的熱利用プロセスの設計・開拓 

⑧軽油の超クリーン化触媒の開発 

⑨次世代燃焼排ガス浄化触媒の探索 

 また、上記の重点課題には入らないが、注目すべき

成果が得られている課題として次のようなものがある。 

①金ナノ粒子触媒による空気清浄作用の実用化研

究 

②汚染土壌浄化技術に関する研究 

４．体制・運営 

１）研究課題の設定と推進 

 研究部門の研究の柱を GSC と3R に置く方針

を定め、各々について部門として組織的に取り

組むべき本格研究の企画・実践を進めるととも

に、研究者個人のアイデアに基づく探索的研究

の活発化に努めた。前者については、部門内で

プロジェクトチームを作って推進し、後者につ

いては、部門長が個人面接、現場視察を通して

状況を把握した上で、運営交付金の追加配分を

機動的に行った。GSC では、省エネルギー、省

資源の選択酸化プロセスの創出、クリーン燃

料・燃焼排ガス浄化のための触媒開発、膜素材

の高性能化による応用開拓、3R では、粒子分離

と金属回収へと絞り込んだ。特に、研究のター

ゲットを明確にすること及びツールの蓄積・高

度化を継続することを重視して、本格研究へと

発展させる。 

２）予算獲得と運用 

 外部資金の獲得には積極的に対応してきた結

果、若手が自らの研究課題に対して資金を獲得

できるようになってきた。15年度の外部資金は

現時点でも執行ベースで約9.1億円と、前年比大

幅に増大した14年度の約8.5億円に比べても、順

調に伸びている。外部資金への応募に対して、

探索段階での研究を加速し競争力を高めるため、

部門として運営交付金の重点配分を行っている。 

３）人員配置と活用 

① 本格研究の推進のための人員配置：炭化水

素変換 G、触媒解析 G（平成14年度新設）、ナ

ノ粒子 G（平成15年度新設）の間で人事と場所

を異動し、全体を選択酸化のプロジェクトチー

ムとして構成した。 

② 部門内連携の推進：研究グループ間の連

携・協力は部門発足当初より活発であった。平

成15年度当初には部門内研究交流会を新人歓迎

会と兼ねて開催した。これにより、材料合成と

特性評価の研究者（ポスドク含む）との連携が

進んだ。無機多孔体の合成とその吸着剤、触媒

担体などへの応用などが一例である。 

４）産総研内部での連携・貢献 

 当研究部門の本格研究を実施するために産総

研内部の連携を重視し、ユニットを超えたプロ

ジェクトチームを編成して行く計画を進めた。

例えば、環境管理研究部門とは水圏環境の保全

に関する研究戦略について共同して検討を進め、

触媒の実用化では生活環境系特別研究体と共同

で研究開発を進めた。 

５）成果普及活動 

 当研究部門の成果の発信と各界の専門家との

交流を深めるために平成15年度は下記の三つの

発表会を主催・共催した。 

① 第2回環境調和技術研究部門研究発表会を環

境管理部門および LCA 研究センターの協賛を

得て平成15年11月4日に東京で開催した。主題

を「資源循環技術の明日を考える」として、

「マイクロジグ微粒子分離技術の開発」、「使用

済み無電解ニッケルめっき液のリサイクル」、

「カーシュレッダーダストの剥離処理と高品質

燃料化」、「非臭素系難燃性高分子材料の開発」

の研究発表の他、21件のポスター発表を行った。 

② 平成15年度産業技術総合研究所国際シンポ

ジウム「化学物質の有効利用とリスク管理－よ

り安全で安心な社会をめざして－」を共同企画

し平成15年11月14日に東京で開催した。 

③ 第1回グリーンサステイナブルケミストリー

成果発表会を物質プロセス研究部門等と共同で

企画し平成16年1月30日に東京で開催した。主

題は「産総研 GSC 環境に優しい化学技術の新

展開」であり、「産総研の GSC への取り組み」、

「軽油のサルファーフリー化にむけた触媒技

術」、「シリカライト膜を用いるバイオエタノー

ル生産プロセスの研究」の研究発表の他、13件

のポスター発表を行った。 

 また、部門パンフレットの改訂版を発刊（平

成15年10月30日）した。ホームページによる成

果発信にも努力し、産総研ホームページ優秀賞



研 究 

(250) 

を受賞した。また、学会等での表彰は2001年2

件、2002年5件、2003年8件となっており、堅調

に推移している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業

団）委託 コプロダクションシステムのモデリング

と解析（執行額：1,042千円） 

 

・独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業

団）委託 シュレッダーダストの分離・資源化シス

テムの構築（執行額：448千円） 

 

・財団法人日本国際問題研究所委託 あか剤の廃液処

理実験（執行額：41,463千円） 

 

・財団法人地球環境産業技術研究機構委託 プログラ

ム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術の開発「高

分子膜による CO2分離技術の開発」 適システム

の検討 

（執行額：3,666千円） 

 

・財団法人住友財団2003年度環境研究助成 層状複水

酸化物とのナノコンポジット化によるプラスチック

難燃化の基礎研究（執行額：445千円） 

 

・財団法人九州産業技術センター委託 平成15年度地

域新生コンソーシアム研究開発事業（高リサイクル

で安価なごみ焼却灰のセメント原料化技術の開発）

(執行額：527千円) 

 

・財団法人ホソカワ粉体工学振興財団研究助成 近接

場領域におけるナノ微粒子の動的特性に関する研究 

（執行額：900千円） 

 

・韓国資源研究所委託 Development of Total Recycling 
Technologies for Waste Electric and Electronic 
Appliances（執行額：3,679千円） 

 

・経済産業省（文部科学省）原子力試験研究委託費 

核廃棄物関連金属配位性のヘテロ元素系化合物の開

発 

（執行額：6,780千円） 

 

・経済産業省（環境省）試験研究調査委託費（地球環

境保全等試験研究に係るもの）エコ・アドバンスト

技術による高効率環境修復・保全システムの確立

（執行額：26,924千円） 

 

・経済産業省（環境省）試験研究調査委託費（地球環

境保全等試験研究に係るもの）動的磁気特性を利用

した排ガス処理技術の開発に関する研究（執行額：

8,268千円） 

 

・経済産業省（環境省）試験研究調査委託費（地球環

境保全等試験研究に係るもの）フッ素系地球温暖化

物質の回収・分解技術に関する研究（執行額：

11,952千円） 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費 地域

中小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価

型） 

バナナ・パイナップル繊維のパルプ技術の開発（執

行額：8,370千円） 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費 地域

中小企業支援型研究開発（共同研究型）糖脂質型バ

イオサーファクタントの化粧品素材への実用化（執

行額：19,748千円） 

 

・環境省環科学研究費補助金 無電解ニッケルめっき

におけるミニマムエミッション化の研究（執行額：

9,344千円） 

 

・文部科学省科学研究費補助金 ケイ素－遷移金属錯

体の合成、構造、反応性および触媒反応への応用

（執行額：6,700千円） 

 

・文部科学省科学技術振興調整費 国際物質循環時代

のエコマテリアル化指針のうち国際技術共有可能な

リサイクル・排出抑制プロセス技術及びリサイクル

配慮設計技術（執行額：7,334千円） 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援（継続）感温性表

面による廃水の革新的処理プロセス（執行額：

14,787千円） 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援（継続）表面科学

を活用する新規触媒設計手法の構築（執行額：

7,633千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

産業技術研究助成事業費助成金 ファインポリマー

技術および材料複合化技術による水素分離用耐候性

無機膜の開発（執行額：6,500千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

産業技術研究助成事業費助成金 廃電気・電子機器

リサイクルのための選択粉砕・容易分離技術の開発

（執行額：5,930千円） 
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・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

産業技術研究助成事業費助成金 貴金属リサイクル

のための新規金属分離回収プロセス開発（執行額：

1,535千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

産業技術研究助成事業費助成金 有機 EL ディスプ

レイ用燐光材料の迅速探索システム（執行額：655

千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

産業技術研究助成事業費助成金 ソフト化学的合成

方法による省エネルギー型ランプ用蛍光体微粒子の

開発 

（執行額：90千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 次世代化学プロセス技術開発 新固体酸触媒

プロセス技術開発 均一系触媒からのアプローチ

（執行額：10,144千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 固体高分子形燃料電池システム技術開発事業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等事業 マイク

ロチューブ型燃料電池の研究開発（執行額：12,996

千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 

エネルギー・物質併産プロセス評価解析システムの

開発（執行額：30,231千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 

高性能蓄熱材料による熱搬送・利用システムの研究

開発（執行額：14,662千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 バイオマスエネルギー高効率転換技術開発／

セルロース系バイオマスを原料とする新規なエタノ

ール醗酵技術等により燃料用エタノールを製造する

技術の開発／もろみエタノールの膜濃縮技術の開発

（執行額：348,571千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 革新的温暖化対策技術プログラム 高効率高

温水素分離膜の開発プロジェクト（執行額：19,440

千円） 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

委託 革新的温暖化対策技術プログラム 内部熱交

換による省エネ蒸留技術開発（執行額：25,773千

円） 

 

・経済産業省エネルギー使用合理化技術開発委託費 

ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開発（執行

額：404,180千円） 

 

発 表：誌上発表149（116）件、口頭発表336（95）件、 

その他19件 

-------------------------------------------------------------------------- 
エコマテリアルグループ 

（Ecological Materials Group） 
研究グループ長：大矢 仁史 

（つくば西） 

概 要： 

 循環型社会創生のためには、静脈技術の開発、高度

化だけでは充分ではなく、動脈側の素材、製品設計も

必要である。そのために、静脈側のリサイクル、リユ

ース技術の情報収集とその環境負荷を把握し、その結

果を素材、製品設計に生かすことによって、真に環境

にやさしく、循環型社会創生に貢献できる技術開発を

行っている。 

 まず、静脈側の環境影響評価技術としては、おもに

廃自動車シュレッダーダストの再資源化についてのサ

イクルシステム評価を行った。また、シュレッダーダ

スト中に多く含まれるウレタンフォーム、塩ビレザー

のリサイクルシステムについても検討を行った。 

 動脈側の素材設計として、全エネルギー消費に対し

て数％を占める民生用照明エネルギー、液晶ディスプ

レー用バックライト、プラズマディスプイに使用され

ている蛍光体の高エネルギー効率化に関して研究を行

った。新しい蛍光体開発プロセスとして液相中で粒径、

形状、結晶構造を制御することによって20%程度のエ

ネルギー効率向上が見込まれる製造方法を提案し、そ

の基礎的検討を行った。 

 高分子素材設計で層状複水酸化物（LHD）剥離技

術の基礎的解明と生分解性プラスチック高強度化を目

的としたナノコンポジットについての実験的検討を行

った。また、他の汎用高分子素材と薄片化層状複水酸

化物との複合化計測手法について考察した。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

再資源化グループ 

（Materials Utilization Group） 
研究グループ長：遠藤 茂寿 

（つくば西） 

概 要： 

 資源循環型社会を構築するうえでゴミ焼却の資源循

環システム化とそれに関連する要素技術の開発が不可
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欠である。当研究グループでは、焼却に負荷をかけな

い固体廃棄物のリサイクル技術、焼却無害化技術およ

び焼却残滓の分離・無害化・再資源化技術の開発を行

う。企業などとの共同研究を通じて平成16年中に環境

低負荷型焼却残滓処理システムの設計指針を構築する

ことを目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目11、テーマ題目12、テーマ題目

13、テーマ題目14、テーマ題目15 

 

粒子分離グループ 

（Particle Separation Group） 
研究グループ長：四元 弘毅 

（つくば西） 

概 要： 

 廃棄物や使用済み製品のリサイクルに適用する高効

率・低環境負荷型粒子分離技術の開発を目的として研

究を行っている。省エネルギーで、且つ廃水処理が不

要な乾式分離は、リサイクル現場での需要が大きいも

のの、微粒子の分離効率が低いため、その適用は粗大

な粒子の分離に限定されている。湿式分離は、微粒子

の分離に優れるが、湿式処理に伴う廃棄物からの有害

成分の溶出や、分離に利用する化学試薬の後処理のた

め廃水処理が必要であり、リサイクルへの適用が見送

られる傾向がある。これらの欠点を改善するため、乾

式分離については微粒子対応化を図り、湿式分離につ

いては、化学試薬を用いないケミカルフリー技術を開

発する。これらの改善された粒子分離技術により、リ

サイクルの促進に寄与する。また、粒子分離技術を応

用した廃水処理等、リサイクルの周辺技術に関連した

研究も実施している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

金属回収グループ 

（Metals Recovery Group） 
研究グループ長：田中 幹也 

（つくば西・つくば中央第5） 

概 要： 

 金属循環型社会を構築するためには、省エネルギー

的で、高選択的な金属分離回収技術の開発が不可欠で

ある。当グループでは、溶媒抽出法や吸着法による精

製技術、電解法や凝縮法による採取技術などの革新を

達成することにより、廃棄物および鉱石からの金属回

収に関する新規プロセスを提案することを目標として

いる。また排水中の有害金属を、酸化還元法、沈殿法、

吸着法により除去することも検討している。今年度は、

無電解ニッケルめっきにおけるミニマムエミッション、

省エネルギー的銅電解採取、貴金属の抽出分離等につ

いて研究した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

膜分離プロセス研究グループ 

（Membrane Separation Processes Research Group） 
研究グループ長：原谷 賢治 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 高分子を出発原料とした膜素材の合成から製膜・評

価技術の確立そして膜応用プロセスの開発と、膜分離

の基礎から応用にわたる基盤研究を一貫して行うこと

により「膜利用高効率エコ・プロセスの構築」に貢献

することを第一の目的とする。また、膜工学研究から

派生する応用技術の各種工業界へ展開を積極的におこ

なうことを第二の目的とする。当研究グループは第1

期中に、フッ素系温室効果ガスの95％以上を回収する

膜プロセスの設計、H2/CO や O2/N2分離で、従来型

分離法に比べて10%以上の省エネ化を達成できる高性

能な膜の開発など、「省エネルギー的物質濃縮・分離

プロセスの開発」を目標とし、新規膜素材の探索・合

成および膜透過・分離機構の解析評価研究、膜利用型

の高効率エコ・プロセスの設計・解析法の検討を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

グリーンプロセスグループ 

（Green Processes Group） 
研究グループ長：柳下 宏 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 環境汚染物質の排出抑制や地球温暖化防止には省エ

ネルギー、低環境負荷の化学プロセス、エネルギー生

産プロセスの開発が不可欠となっている。そこで、バ

イオマス等未利用資源の積極的な活用を目的として、

適応可能な機能材料化手法や反応分離プロセスを探索

すると共に、その際に必要となる要素技術の検討を幅

広く行うとともに、これらのプロセスで必要となる新

しい環境調和材料や機能性分離膜の創製技術、評価技

術及び、その適用技術に関して研究開発を行っている。 

 具体的には、エタノール選択的透過性を有する高性

能なシリカライト膜等を用いて、醗酵エタノールを醗

酵槽から連続的・選択的に回収し、エタノールを高濃

度に濃縮する基礎技術の検討、電気化学的手法による

無機物を膜素材とした製膜法の開発、各種膜素材を用

いた相転換法による高性能分離膜の作製、環境浄化技

術への適応を目指したバイオサーファクタント（生物

由来の界面活性剤）の探索・選定等を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

熱利用化学システムグループ 

（Energy-Efficient Chemical Systems Group） 
研究グループ長：中岩 勝 

（つくば中央第5） 

概 要： 
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 当グループでは「省エネルギー」に関して材料技術

とシステム技術を一体化した独自の視点により、自ら

確保した外部資金を基本として政府の政策や企業活動

を通じた持続的成長社会の形成に資する研究を行い、

成果を適切な形で発信していく。具体的には化学プロ

セス及び化学プロセスを利用したシステムにおいて、

主として熱利用に関する抜本的な省エネルギー効果を

有するシリカ系またはカーボン系の新規吸着材料に係

る第2種基礎研究、革新的省エネルギー蒸留技術の開

発、エネルギー・物質併産（コプロダクション）シス

テムの評価技術開発、水素分離膜等の非定常操作に関

する研究を展開し、炭酸ガス排出抑制など地球環境問

題の解決、化学産業等の国際競争 力強化等に資する。

これらの課題について企業及び大学との共同研究等を

行い、新規プロジェクト等の検討への積極的な参画を

進める。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

高圧流体プロセスグループ 

（High Pressure Fluid Processes Group） 
研究グループ長：大竹 勝人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループは環境に有害な有機溶媒の使用を抑制す

るために、高温・高圧の流体を代替溶媒とした有機溶

媒フリーの新しい化学プロセスの開発を行うことを目

的とする。二酸化炭素や水は、超臨界状態を含む高

温・高圧状態下で、有機溶媒の代替として使用できる

ような物性を帯びるとともに、通常の溶媒にない種々

の特性を有するようになる。本研究グループでは、高

温・高圧流体のこれらの特性を生かして、年間500万

トン以上生産・使用されている有機溶媒の使用量の削

減に貢献する、環境調和型化学プロセスの開発を長期

目的とする。そのために、中期目標として現在当グル

ープが所有する種々のシーズ技術を元にした企業との

共同研究などを進めるとともに、研究遂行の上で必要

な基礎物性の蓄積、シーズ技術の探索を行う。当研究

グループでは、基礎物性の蓄積と応用技術の開発を通

して、世界的に通用する研究を行うことを目指してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

グリーンケミストリーグループ 

（Green Chemistry Group） 
研究グループ長：林 輝幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 21世紀の化学産業を、地球環境保全と両立させつつ

発展させるためには、化学プロセスに派生する環境負

荷を低減し、汚染を未然に防止する、グリーンケミス

トリーの技術体系を実現する必要がある。なかでもフ

ァインケミストリーや機能物質合成関係では、廃棄物

が多く出る E ファクターの高い反応や、効率化と選

択性向上の必要な反応・プロセスがまだ多く残されて

いる。当グループは、これまでのヘテロ元素化学技術、

錯体触媒技術、光化学技術、高分子化学技術等、有機

化学系の諸分野のポテンシャルを併せて、化学系プロ

セス及び製品の環境負荷低減のために、1) グリーン

触媒プロセス、2) ハロゲンフリー化学、及び3) 環境

調和型機能物質技術の三技術の構築を目指した。1) 

グリーン触媒プロセスにおいては、酸化反応、重合及

び低重合反応、フリーデルクラフツ反応、付加反応等

の基本的合成反応に関して、相間移動触媒の組み合わ

せや、新しいプロトン酸やルイス酸、従来使われてい

ない元素等を用いる新規触媒技術を検討するとともに、

イオン性液体を用いる触媒のリサイクルを可能にする

溶媒技術等を検討した。2) ハロゲンフリー化学とし

ては、脱離基開発による、ハロゲンを用いない N-S
結合化合物の合成、ハロゲン系薬剤を用いずに従来法

以上の白色度を実現する光漂白技術の開発、リンとケ

イ素の組み合わせや、新規難燃化機構に基づく非臭素

系難燃剤の開発等を行った。一方、3) 環境調和型機

能物質技術として、金属抽出のための効率的抽出剤開

発や、光化学反応プロセスの探索的検討等を行った。 

研究テーマ：テーマ題目16、テーマ題目３、テーマ題目

17 

 

触媒設計グループ 

（Catalyst Development Group） 
研究グループ長：藤谷 忠博 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 地球環境及び都市環境の保全のため、種々の燃焼器、

エンジン、化学プロセスなどの効率を改善するととも

に、それらから排出される環境負荷物質を除去、低減

する新規技術の開発が不可欠となっている。当研究グ

ループでは、触媒設計の観点で、NOx を始めとする

有害物質を除去するための新規触媒及び触媒システム

技術を開発することを目標としている。また、当グル

ープでは、触媒化学、表面科学、微粒子・多孔体合成

の三つの手法を総合して、排気ガス中の有害成分を除

去するための触媒システムの開発を行う点で世界的に

もユニークなグループである。平成15年度には、革新

的技術開発の基礎となる新規触媒、触媒材料を探索す

るとともに、触媒と多機能を複合した浄化システムの

基礎となるデータを得ることを目的とする。 

研究テーマ：テーマ題目９、テーマ題目18 

 

触媒解析グループ 

（Catalyst Analysis Group） 
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研究グループ長：大山 茂生 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループは、米国バージニア工科大学のテッド大

山教授をグループリーダーとして招聘することにより、

21世紀における触媒研究方法論の新しい潮流と産総研

における触媒研究の連携を作るべく、平成14年5月に

設立した。当グループでは、化学プロセスの中で20%
以上のシェアを有する選択酸化反応を対象に、特に、

従来困難であった気相酸素を用いたプロピレンの直接

エポキシ化反応に重点をおいて、新規触媒系の研究開

発を行っている。また、新規触媒系の系統的な探索研

究を目指して、反応下での触媒構造・物性解析手法の

開発を行っている。本年度は、新たに常勤職員1名が

加入し、探索対象を広げて触媒探索を実施した。その

結果、新規触媒系として2核チタン錯体触媒系など有

望な触媒系を見出した。 

研究テーマ：テーマ題目19 

 

クリーン燃料グループ 

（Hydrotreating Catalysis Group） 
研究グループ長：葭村 雄二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 各種輸送機関等から大気中に放出される有害物質を

大幅に低減するためには、環境に優しいクリーンな輸

送用燃料（内燃機関用）を製造する触媒技術の開発が

緊急の課題であり、中長期的には燃料電池車用燃料

（水素源）製造に向けた石油系燃料の超クリーン化技

術の開発が望まれている。当研究グループでは、環境

触媒の重点研究課題である「軽油の超クリーン化触媒

の開発」を実施するにあたり、石油精製業界や触媒会

社との共同研究を通じて平成16年中に超低硫黄の軽油

（S<10ppm）、及び燃料電池用超低硫黄のガソリン基

材（S<1ppm、後段の吸着脱硫処理後の S～数 ppb）
を製造できる次世代型精製触媒を開発することを目標

とする。また、当重点課題の基盤をなす要素技術とし

て触媒精密調製技術、及び放射光等を利用した触媒の

working 状態における in situ 構造解析技術を新規に

構築し、精製触媒の高性能化・長寿命化対策に資する。

更に、環境に優しいクリーンな燃料を製造するための

新規触媒技術（応用技術～基盤技術）の構築は世界共

通の課題であるため、得られた先導的研究成果を我が

国のみでなく、国際共同研究等を通して海外にも積極

的に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

 

炭化水素変換グループ 

（Hydrocarbon Conversion Catalysis Group） 
研究グループ長：村田 和久 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 石油、天然ガス、メタンハイドレート、あるいはバ

イオマスなどから得られる「炭化水素」を化学工業原

料やクリーンな燃料に変換する新プロセスの開発及び

既存プロセスの効率化、省エネルギー化は、化学物質

によるリスク削減のためのグリーンプロセス技術、及

び地球温暖化対策技術として重要である。当グループ

では、芳香族系あるいは脂肪族系炭化水素から水素、

オレフィン、含酸素化合物等の有用物質を製造するた

めの基盤技術の確立を目的として、平成16年度中に炭

化水素などの分解や改質、CO シフト反応、脱水素反

応、選択酸化反応などに用いる高性能触媒系の開発を

目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目19 

 

ナノ粒子触媒グループ 

（Nanoparticle Catalysis Group） 
研究グループ長：坪田 年 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループは、関西センターから移動した構成員に

より、平成15年度に新設された。触媒解析グループと

密接な連携を取りつつ、主な研究対象を金ナノ粒子触

媒（金ナノ粒子が酸化物に高分散担持された触媒）と

した環境調和型触媒の研究開発を行っている。金ナノ

粒子触媒は他の貴金属触媒とは異なり、金と酸化物の

接合界面で分子状の酸素が活性化できるため、触媒機

能は、1) 金ナノ粒子の粒径、2) 金ナノ粒子の形状、

3) 担体酸化物の種類、によって制御可能である。こ

の特徴を生かして、気相酸素によるプロピレンの直接

エポキシ化反応と常温作動する環境浄化用いる高性能

触媒系の開発を行っている。本年度は研究室の移動に

伴う研究インフラの整備を行うとともに、それぞれの

触媒系での性能向上を図った。 

研究テーマ：テーマ題目19 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］粒子分離技術の高度化（運営費交付金、

経産省委託費） 

［研究代表者］四元 弘毅（環境調和技術研究部門粒子

分離グループ） 

［研究担当者］四元 弘毅、大木 達也、石田 尚之 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 乾式分離では、風力選別機内の気流と粒子の挙動を数

値シミュレーションと実験により解析し、微粒子の分離

効率低下の原因を探索した。管内を流れる気流において

は、管壁近傍では気流の摩擦によって流速が低下するた

め、中心軸で流速が一番大きく、管壁に近づくに従って

流速が小さくなるという流速分布が生じる。風力選別機
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内でも同様の流速分布が生じるが、これは選別機内のど

の位置にあるかで粒子が気流から受ける抗力が異なるこ

とを意味し、微粒子においてはこの差が無視し得なくな

るのが、分離効率低下の主な原因であると推定するに至

った。この問題を回避するため、流速分布の存在を前提

とした上で、選別機内で粒子の選別を自動的に繰り返す

工夫をした選別機を考案した。0.3mm のジルコニアと

ガラスの球状モデル粒子を用いて新型選別機の分離性能

を検証した結果、従来の選別機に対して分離効率が12%
以上向上し、98%の分離効率で分離できることが確認で

きた。この試作機は、粒子の挙動が容易に観察できるよ

う、透明なアクリル樹脂で製造したが、摩擦によって生

じる静電気が微粒子の挙動に与える影響が大きく、この

ような微粒子の乾式選別では、何らかの静電対策が必要

であることを確認した。 

 ケミカルフリー微粒子分離では、加振力1.3kN の高

加振力マイクロジグ駆動試験装置により、高加速度振動

場における粒子運動解析を行った。振動が高加速度にな

るのに伴い粒子の沈降速度は遅くなり、また、同一加速

度であれば低周波数・高振幅時の方がこの傾向が顕著と

なることが明らかとなった。しかし、振動加速度の増大

に伴ってキャビテーション等による気泡が発生し、10～

20μm 微粒子の運動制御は困難となることが判明した。

マイクロジグは当初、比重分離が沈降速度差分離である

原則に基づき、重力と対抗する鉛直方向の振動付与によ

る沈降速度制御を目指した。しかし、振動が粒子に及ぼ

す力を重力に比べて十分大きくするには、キャビテーシ

ョン等の問題を克服しなければならない。そこで、この

問題を回避するため、重力の影響を受けない水平方向に

揺動振動を付与し、キャビテーション等の発生しない比

較的低加速度領域でも、微粒子を比重別に搬送できる方

法を考案した。数値解析の結果、揺動により0.1G 程度

の正味の粒子加速度を達成できれば、10μm 粒子の分

離が可能との見通しを得た。 

 ケミカルフリー油水分離においては、繊維状固体に感

温性分子を固定した油水分離材を試作し、その油水分離

性能を確認した。繊維状固体にはガラス繊維を用い、そ

の表面に感温性分子である N-イソプロピルアクリルア

ミドを、メチレンビスアクリルアミドで架橋した網目構

造を作成し、油水分離材とした。モデル平板を用いた実

験では、この表面は40℃において油微粒子を引き付け、

25℃では退けることがわかっている。ガラス製のカラム

にこの分離材を充填し、カラム内を所定の温度に保った

所に、ドデカン200ppm を水に乳化分散したモデル廃水

を流した。 

 その結果、40℃において油は分離材に吸着し、処理水

中に残留する油の濃度は排出基準値の5ppm 以下となっ

た。よって、油水分離材はこの温度において、実用的に

十分な分離性能を持つことを確認した。これに対し、

25℃では油は分離材にほとんど吸着しないことがわかっ

た。これらのことは、この分離材が温度による油の捕

捉・放出制御機能を持つことを示す。次年度以降、この

分離材を用いた油水分離プロセスおよび油回収プロセス

を構築していく。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］気流選別、マイクロジグ、感温性表面 

 

［テーマ題目２］炭化水素脱水素用の高性能触媒の開発

（運営費交付金） 

［研究代表者］村田 和久（環境調和技術研究部門炭化

水素変換グループ） 

［研究担当者］村田 和久、斉藤 昌弘、高原 功、 

稲葉 仁（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 石油、天然ガス、メタンハイドレート、あるいはバイ

オマスなどから得られる「炭化水素」を化学工業原料や

クリーンな燃料に変換する新プロセスの開発及び既存プ

ロセスの効率化、省エネルギー化は、化学物質によるリ

スクの削減、及び地球温暖化対策にとって重要な課題で

ある。当グループでは、炭化水素から水素、オレフィン

等の有用物質を製造するための基盤技術の確立を目的と

して、平成14年度は炭化水素の脱水素反応に対して、耐

コーク性の向上や高スチーム条件下でも活性が持続する

触媒開発の指針を得ることを目的とした。 

 Fe2O3(10wt%)/Al2O3触媒上への炭素析出を酸素処理

により除去した場合の触媒活性の回復について調べたと

ころ、823K での酸素処理により、触媒活性がほぼ回復

することが明らかになった。また、Fe2O3/Al2O3触媒へ

の添加物の効果を調べたところ、Ca、K が触媒上への

炭素析出を少し減少させることが明らかになった。 

 CO2共存下でのエチルベンゼン（EB）の脱水素反応

プロセス（生成物の蒸留部分を除く）の全工程について、

経済性と CO2排出量を評価した。プロセス評価の設定

条件は次の通り：①プラント能力 200,000t-SM/年、

②CO2/EB 比＝4or7.9、SM 収率＝67%、SM 選択率＝

97%、③CO2を循環するケース（循環のための純酸素燃

焼を含む）及び④CO2を他のプロセス(例えば、水蒸気

改質プロセス)より供給し、循環せず廃棄するケースを

想定した。CO2/EB 比を4として、CO2を循環しないケ

ースが経済性に優れていた。このケースでは、現行のス

チームプロセスに比べて、スチレン製造コストは少し低

く、また、CO2排出量が約1/5になることが示唆された。 

 エタン脱水素触媒の非クロム化を目指して、CO2共存

下 V2O5系触媒を検討した。①担体は ZrO2が好ましい、

②CO2共存下の方が Ar 中よりエタン転化率が高く、経

時変化も少ない、③CO2共存下の方が Ar 中より炭素質

の析出が少ない、などが明らかになった。Cr2O3/SiO2

と比較すると V2O5/ZrO2の初期活性は66%程度であるが、

経時変化が少ないため、8時間後には Cr2O3/SiO2系の

85%まで近づくことが分かった。プロパン脱水素反応用
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非 Cr 系触媒として、Ga2O3/Al2O3系触媒について検討

した。この触媒では、プロピレン収率は Cr 系の1/2程

度であったが、反応時間5時間程度まで、触媒活性の上

昇が認められた。これは、触媒中の Ga2O3の還元による

ものと推察した。また、Ca、Sr、Ba などの添加により、

プロピレンの選択性の向上と炭素析出の減少が認められ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、炭化水素、脱水素、非金属

触媒、プロセス設計 

 

［テーマ題目３］ハロゲンフリー化学の研究開発（運営

費交付金、産総研委託費） 

［研究代表者］林 輝幸（環境調和技術研究部門グリー

ンケミストリーグループ） 

［研究担当者］林 輝幸、小林 敏明、大内秋比古、 

清水 政男、魚住 俊也 

（職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

１）研究目的 

 ハロゲンは安価で反応性が高く、化学工業で多用

されているが、有機ハロゲン化合物の毒性や、焼却

時にダイオキシンの発生原因となることから、その

代替が広く求められている。本研究では、ハロゲン

や有機ハロゲン化物を用いるファインケミカルズ合

成反応、亜塩素酸ナトリウムを用いるセルロース系

天然高分子材料の漂白法、臭素系化合物を用いる高

分子難燃化法について、ハロゲン（化合物）を用い

ない方法の開発を目指す。 

２）研究手段・方法論 

 ファインケミカルズ合成では、有機ハロゲン化物

を用いない反応経路や、非ハロゲン系の脱離基の開

発を行う。セルロース系天然高分子材料の漂白にお

いては、非ハロゲン系の薬剤と光照射を組み合わせ

た、新しい漂白技術を開発する。非臭素系難燃化技

術の開発では、ポリカーボネートや ABS 樹脂に有

効な新しい難燃剤、難燃化技術の開発を行う。 

３）年度進捗 

 窒素－硫黄結合を有するスルフェンアミド類は、

抗菌剤等の生理活性物質として注目されているが、

従来、塩素由来の塩化スルフェニル化合物を出発原

料として用いて合成されている。本研究では、塩化

スルフェニル化合物を用いない合成法の検討を進め、

酸塩化物を用いることなく合成された N-アシルス

ルフェンアミド類に対するアミン類の置換反応によ

って高収率で N-置換スルフェンアミド類が合成で

き、この方法は非対称ジスルフィド類合成にも応用

できた。さらに、スルフェニル化剤として開発した

N-スルフェニル複素環化合物の反応性向上にも成

功した。 

 10種類のケイ素化合物を用いた綿布の還元漂白に

ついて検討を行ったが従来法を上回る漂白効果は得

られなかった。一方、過炭酸ナトリウム水溶液を用

いる光漂白における経済性の改善について、ブラッ

クライトを用いる方法を検討し、従来法以上の漂白

効果を、従来法の21%のエネルギーで得ることがで

きた。また、水素化ホウ素ナトリウムを用いる漂白

反応機構についてモデル化合物を用いた検討を行い、

着色物質のπ電子系の切断だけではなく炭素－炭素

結合の切断も起こっていることを見出した。 

 ハロゲン化合物を用いずにポリマーの難燃性を高

める方法として、カーボネ―ト構造を有するポリス

チレン樹脂を、ポリ（p-ヒドロキシスチレン）の

フェノキシカルボニル化、または p -フェノキシカ

ルボニルオキシスチレンの重合により合成し、UL-
94法で難燃性を評価した結果、たれはほとんど見ら

れず、著しく難燃性が向上した。さらにシリコーン

含有ポリカーボネートやリン酸エステルを含むポリ

スチレンを混ぜた樹脂は、V-1レベル（30秒以内に

たれなく消炎）の難燃性を示した。 

 縮合性樹脂については、混錬できるリン化合物を

二種類見出し、難燃助剤と組み合わせることにより、

樹脂物性を損なわずに臭素系難燃剤使用とほぼ同程

度の難燃性である V-0（10秒以内に消炎）を達成し

た。 

 ABS 樹脂については、有機ケイ素化合物と有機

リン化合物をヒドロシリル化反応により結合させた

難燃剤について検討したが、難燃性の向上は見られ

なかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］複素環化合物合成、光漂白、酸化漂白、

還元漂白、難燃剤、ポリスチレン、ABS
樹脂 

 

［テーマ題目４］有価金属回収技術の高度化（運営費交

付金、環境省科研費、経産省委託費、

NEDO 助成金） 

［研究代表者］田中 幹也（環境調和技術研究部門金属

回収グループ） 

［研究担当者］田中 幹也、品川 俊一、小山 和也、 

成田 弘一、M. S. Alam 
（職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

(1)無電解ニッケルめっきにおけるミニマムエミッシ

ョン：使用済み無電解ニッケルめっき液中のニッケ

ルを、LIX84I を用いた溶媒抽出法により分離回収

する研究の一環として、弱酸性溶液からの Ni
（II）イオンの抽出（正抽出）および硫酸による同

イオンの逆抽出において、有機相に添加剤を加えて

その速度を向上させることを検討した。縦振とうに
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よる抽出速度の測定結果から、酸性有機リン化合物

を添加することにより、正および逆抽出が大きく加

速されることがわかった。この結果に基づいて、有

機相への PC88A の添加が定常状態におけるニッケ

ルの回収率におよぼす効果を、上下動式カラム連続

抽出装置およびミキサーセトラー連続抽出装置を用

いて調べた。その結果、20体積%LIX84I に2体積%
の PC88A を添加すると、20体積%LIX84I 単独使用

のときよりも、大幅に抽出率が向上することが両装

置とも確認できた。同混合抽出剤を用いたときにお

ける諸因子の影響も調べたところ、抽出率の向上に

は、温度の上昇、pH の増加および水相送液速度の

抑制が両装置とも有効であった。また、上下動式カ

ラム連続抽出装置では上下運動幅の増加、ミキサー

セトラー連続抽出装置では段数の増加も有効である

ことがわかった。また、ミキサーセトラー連続抽出

装置を用いた2kmol m-3硫酸による逆抽出では、温

度の上昇および段数の増加が、その効率向上に有効

であった。 

(2) 省エネ型銅電解採取：アノードにおいて熱力学的

に予想される反応のうち、約0V（標準水素電極基

準）での1価銅イオンの酸化反応及び1.1V での酸素

発生反応が確認できた。この結果をもとにバッチ式

電解を行い、電流効率が100%に達することを示し

た。さらに隔膜電解を想定した給排液電解に関して

反応モデルの構築を行い、給排液系において、低電

位を維持しながらの溶液組成の制御の可能性を明ら

かにした。 

(3) 貴金属の抽出分離：新規に合成したアミド化合物

の中で、N,N’-ジメチル-N,N’-ジ-n-オクチル－チ

オジグリコールアミド（MOTDA）がパラジウムに

対し非常に優れた抽出剤であることを見出した。

MOTDA を用いるとパラジウムの迅速な抽出が可

能であり、他の白金族金属及びベースメタルからの

分離にも優れている。また含浸繊維には、カポック

繊維を主成分とする天然系親油性繊維が 適である

ことがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］無電解ニッケルめっき、溶媒抽出、銅電

解、貴金属 

 

［テーマ題目５］環境調和型化学プロセスの設計と分離

膜の創製（運営費交付金、経済産業省委

託費、NEDO 委託、グリーンプロセス

グループと共同研究） 

［研究代表者］原谷 賢治（環境調和技術研究部門 膜

分離プロセス研究グループ） 

［研究担当者］原谷 賢治、溝口 敬信、藤原 一郎、 

内丸 祐子、須田 洋幸、柳下 宏、 

池上 徹、根岸 秀之 

（職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

① 新規分離膜の創製研究 

(1) 空気分離膜（空気からの酸素分離膜）：分子ふる

い炭素膜をベースに金属元素を導入して分離性能の

向上および高速化の検討を行った。O2/N2分離係数

として40以上（世界 高）を示す銀含有炭素膜の作

製に成功した。また、前駆体として一価と二価の金

属交換体スルホン酸ポリフェニレンオキシドを用い

た炭素膜で、分子レベルの空孔を形成して O2透過

の高速化を図ることを試み、O2透過性を104の幅で

変化させることができた。これら金属含有炭素膜の

製法の再現性向上と中空糸膜への展開を行っており、

ミニモジュール化の検討も開始した。 

(2) 耐熱性水素分離膜：分子ふるい炭素膜の二番目の

ターゲットを水素分離におき、分離性能の向上を目

指して炭素中への金属の導入を検討している。鉄成

分を導入した炭素膜においては、その選択的透過バ

リア効果により、また、Pd 微粒子を導入した炭素

膜では、その大きな水素溶解性により、H2/CO2、

CO、N2等の分離性能が向上した。 

 さらに、耐熱性・耐水蒸気性の水素分離膜の創製

を目指して、非酸素系の架橋結合を生じさせたポリ

カルボシラン前駆体を調製し、その熱分解によって

SiC 系分離膜を作製した。塗布および熱分解条件等

の選択によって、水素透過分離特性の向上が可能で

あり、例えば、H2透過速度＝1x10-8 [mol/m2 sec 
Pa]、H2/CO 透過速度比＝100以上（SiC 系膜とし

ては世界 高）の優れた水素選択透過性能を有する

膜の作製に目途を得た。 

② プロセス化の検討 

(1) 発酵エタノールの浸透気化膜分離法の開発：当研

究グループオリジナルのシリカライト膜は分離係数

が100前後のアルコール選択透過性を示し、発酵エ

タノールの浸透気化分離プロセスへの応用が期待で

きる。実用的なシリカライト膜の製法研究として多

孔質ステンレスチューブ上に泳動電着法により種結

晶を簡便にかつ均一に塗布する方法を確立した。 

 発酵エタノールの分離・濃縮を行った場合、解決

すべき課題として、エタノール／水系とは異なり、

膜透過流速及び分離係数が大きく低下する問題があ

った。主な原因は、発酵副産物の有機酸（特にコハ

ク酸）がシリカライト膜表面に吸着し、膜の疎水性

が失われるためであることを明らかにした。それを

回避する方法としてシリコンゴムでシリカライト膜

表面を均一かつ全面的に覆って試験した。結果は発

酵エタノール液でも膜性能の低下を防止でき、9%
エタノールを74%に濃縮して回収することが可能で

あった。さらに、ガソリン添加剤として利用するこ

とを想定し、浸透気化分離とモレキュラーシーブに
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よる脱水用吸着カラムを接続した試験を行った。そ

の結果9%エタノール発酵液から、共沸点を越える

97%エタノールを回収することができた。 

(2) 環境負荷ガスの分離・回収：温暖化係数の非常に

大きい PFC（Perfluoro compound）ガスの分離・

回収に適した分離膜の製法とプロセス設計を検討し

ている。試作した6FDA-BAAF ポリイミドの中空

糸膜の25℃での N2/CF4理想分離係数（ISF）は250

と、市販膜を大きく上回る分離性能を示した。SF6

の回収をモデルケースにしたプロセス設計の検討か

ら、ISF=200の膜で1%濃度の SF6を98%回収する場

合の所要エネルギーは約0.28kWh/mol で、この電

力コストは SF6の市販価格の1%以下であり、膜法

での SF6回収は経済性が十分あることを明らかにし

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー膜分離プロセス、水素分離、

バイオエタノール分離 

 

［テーマ題目６］超臨界流体を利用する材料合成法の開

拓（運営費交付金、経済産業省委託費） 

［研究代表者］大竹 勝人（環境調和技術研究部門高圧

流体プロセスグループ） 

［研究担当者］大竹 勝人、菅田 孟、中澤 宣明、 

依田 智、竹林 良宏 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境に有害な有機溶媒の使用を抑制するために、有機

溶媒フリーの新しい化学プロセスの開発を行うことを目

的とする。 

 二酸化炭素や水は超臨界状態を含む高温高圧状態下で

通常の溶媒にない種々の特性を有している。本研究では、

これらの特性を生かして、年間500万トン以上生産され

ている有機溶媒の使用量の削減に貢献する、環境調和型

化学プロセスの開発を長期目的とする。そのために、中

期目標として現在当グループが所有する種々のシーズ技

術を元にした企業との共同研究などを進めるとともに、

研究遂行の上で必要な基礎物性の蓄積、シーズ技術の探

索を行う。当研究グループでは、基礎物性の蓄積と応用

技術の開発を通して、世界的に通用する研究を行うこと

を目指している。 

 今年度は、昨年度に引き続き有機無機複合材料の新規

合成・構造制御法の開発（膜分離グループとの共同研

究）、高温高圧メタノール中でのメチル化反応の検討、

高圧二酸化炭素中での重合反応の検討（企業との共同研

究）、および高圧二酸化炭素によるエネルギー物質の微

粒化プロセスの開発（爆発安全センターおよび企業との

共同研究）を行った。 

 有機無機複合材料の新規合成・構造制御法の開発では、

昨年度に引き続き、ポリイミド膜への貴金属微粒子の含

浸において、粒径制御を試みた。その結果、含浸条件は

同じでも、減圧に要する時間が長いほど、貴金属微粒子

が凝集した状態をとることがわかった。このことは、減

圧時間を調整することにより分散する金属微粒子の粒径

を制御できることを示している。今後、中空糸膜への含

浸や、金属含浸量と気体透過特性の関連などを検討する

予定である。 

 高温高圧メタノール中では、フェノールなどの芳香族

化合物の環メチル化が、無触媒で進行することが知られ

ており、これを利用した化学プロセスの検討も行われて

いるが、反応機構については未知な部分が多い。そこで、

超臨界メタノール中に於ける環メチル化反応の反応機構

について検討した。その結果、従来はフリーデル－クラ

フツ反応であると思われていたものが、フェノール性水

酸基の触媒的作用による自己触媒反応であることが明ら

かになった。 

 安全性や、環境適合性に優れた二酸化炭素（CO2）を

重合溶媒として用い、界面活性剤を用いない新規 CO2

分散重合法により、新規水溶解型粉体樹脂を合成すると

ともに、粉体樹脂への水平展開を含めた CO2分散重合

システムの構築を検討した。その結果、生成する高分子

のガラス転移点の調整と分子量の調整が可能とであるこ

とがわかった。生成する高分子微粉体が特殊なコア-シ

ェル構造を持つことも明らかとなり、現在、この応用の

方法を検討中である。また、ポリプロピレングリコール

モノアクリレートが、フッ素系高分子界面活性剤の代替

になる可能性も明らかになってきており、これに関して

は、今後応用面での展開を検討する予定である。 

 エネルギー物質は一般に火薬に使われることが多いが、

その微粒化工程において多量の有機溶媒を使用するとと

もに、微粒化限界が10μm 程度である。そこで、CO2を

用いた RDX の微粒化・球状化技術（目標平均粒子径1

～5μm）の確立と、それによる鈍感化を検討した。

種々の微粒化方法を比較検討し、Aerosol Solvent 
Extraction System（ASES）法による微粒化を選択し

た。窓付き高圧セルを作成し、種々の条件下に於ける微

粒子の生成を検討した。その結果、粒径分布等に改善の

余地があるものの、球形微粒子の作成が可能であること

が確認された。また、これまでに報告例のない針状粒子

の形成も確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温高圧流体、超臨界流体、代替溶媒、

環境調和化学プロセス 

 

［テーマ題目７］革新的熱利用プロセスの設計・開拓

（運営費交付金、経済産業省委託、

NEDO 委託、戦略的創造研究推進事業

等） 

［研究代表者］中岩 勝（環境調和技術研究部門熱利用

化学システム研究グループ） 
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［研究担当者］中岩 勝、秋谷 鷹二、大森 隆夫、 

遠藤 明、山本 拓司、黄 克謹、 

稲木 由紀、岩壁 幸市、朱 玉山、 

Audun Rosjorde、Yu Weifang、 

徳橋 頼子、下村真理江 

（職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、エネルギー材料の創成と応用に関する研究

と、省エネルギープロセスの解析とシステム化に関する

研究により構成される。まず、エネルギー材料の創成と

応用に関する研究では、熱輸送・利用システムのための

高性能蓄熱材開発として、蓄熱密度を格段に向上させる

と共にシステム用途に 適化した材料の検討を行った。

昨年度までの研究により、溶媒揮発法により合成した細

孔径2nm 程度のメソポーラスシリカが材料としてふさ

わしいことがわかっているが、蓄熱密度は細孔容積で決

められてしまうため、さらなる蓄熱密度増大のために、

より大きな細孔径を持つメソポーラスシリカを適度に親

水化することにより操作圧力範囲において吸着スイング

量の 大化を行うことを検討した。その結果、蓄熱容量

（密度）、耐久性の観点から もすぐれた蓄熱材を見い

出し、細孔径を 適化することにより目標蓄熱密度

1100kJ/kg を実現する蓄熱材の合成に成功した。また、

これとは別に、圧力・温度スイング吸着用の気体分離材

として適した細孔特性を有するカーボンゲル微粒子を作

製し、その吸着機構を検討した。具体的にはカーボンゲ

ル微粒子の表面に存在するナノ細孔の孔径を、微粒子の

合成条件を変えることで制御する方法を確立し、具体的

にはカーボンゲル微粒子の表面に存在するナノ細孔の孔

径を微微粒子の細孔特性が気体分子の選択的吸着性に及

ぼす影響を解明した。 

 他方、省エネルギープロセスの解析とシステム化に関

する研究は内部熱交換型蒸留塔（Heat Integrated 
Distillation Column、略称 HIDiC）に関する研究、エ

ネルギー・物質併産プロセス評価解析システムの開発、

コプロダクションシステムのモデリングと解析、高温水

素分離膜のシミュレーションの4課題で構成される。

HIDiC に関する研究では、3成分以上の多成分系の蒸留

分離において、定常運転時における完全混合型の

HIDiC の挙動を解明するため、通常の蒸留塔シミュレ

ーションに用いられるトリダイアゴナルマトリクス法を

発展させたシミュレータを開発した。これにより濃縮

部・回収部とも理論段数の制限のないシミュレーション

が可能となり、3成分系混合物を例に還流比、圧縮比、

伝熱面積などをパラメータとする定常状態モデルの特性

を明らかにした。エネルギー・物質併産プロセス評価解

析システムの開発では、前年度作成したプロトタイプ I
ソフトウエアの主要プログラム（熱ピンチ解析、物質ピ

ンチ解析）の基本機能と熱物質同時解析のアルゴリズム

をさらに検討し、トータルコストの 小化、コプロプロ

セスが固定負荷で運転していると仮定したときの物質ピ

ンチ解析、物質利用に関してコプロプロセスの負荷をパ

ラメータとしてトータルコストの 小化等下記の機能を

プロトタイプⅡとしてプログラム化した。作成したプロ

グラムによりガス化プロセス、ドライアイス製造プロセ

ス、鉄カーバイト利用プロセスを対象に統合ピンチ解析

を実施し、それぞれの省エネ効果等を明らかにした。コ

プロダクションシステムのモデリングと解析では、コプ

ロダクションシステムの要素技術である基本的な化学反

応や熱変換システムの現象論に基づくモデル化を行い、

定常基本特性、動的基本特性等を明らかにした。具体的

にはコプロダクションによるエネルギー・物質併産のシ

ナジー効果を定量化するために混合溶液を分離し高濃度

製品を生産しつつ高温蒸気を発生させるプロセスについ

て、石油化学工業の典型的な製品であるベンゼン／トル

エン系混合物を例に適切な操作圧力設定により、効率改

善が可能であることを示した。このプロセスは、サブシ

ステムに分解して考えるならば溶液分離と昇温による熱

供給を同時に行うコプロダクションシステムと考えるこ

とができる。その効率は、熱力学の第一法則および第2

法則から、2つのサブシステムの統一的な解析により定

量化可能である。本研究では、このプロセスのコプロダ

クションとしての効率をエクセルギーの観点から明らか

にした。また従来の蒸留塔に対する比較を行い、その優

位性を検討した。高温水素分離膜の研究に関して、膜モ

ジュール設計一環として、反応器形式並びに操作法の選

定及び 適化に必要となる膜反応器をモデル化し、非線

形化学システムとしての膜反応器の挙動をシミュレーシ

ョンにより明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、吸着、蒸留、反応工学、

メソポーラスシリカ、カーボンゲル、ナ

ノテクノロジー、内部熱交換型蒸留、水

素分離膜、気体分離、調湿、コプロダク

ション、ソフトウエア、 適化 

 

［テーマ題目８］軽油の超クリーン化触媒の開発（運営

費交付金） 

［研究代表者］葭村 雄二（環境調和技術研究部門クリ

ーン燃料グループ） 

［研究担当者］葭村 雄二、鳥羽 誠、阪東 恭子、 

松林 信行（併任）、今村 元泰（併任）

（職員3（併任2）名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

（研究目的、手段等） 

 平成16年中に軽油のサルファーフリー化（S<10ppm）

と低多環芳香族化（多環芳香族量1wt%未満）を同時に

達成し、しかも温和な反応条件下で機能する新規な耐硫

黄性貴金属触媒（許容硫黄濃度<2000ppm）を開発する

ことを目標としており、本年度は、軽油中の硫黄量を
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20ppm 以下、多環芳香族量を1％以下に低減し、しかも

高沸点留分の低減も合わせて可能にする Pd-Pt/Yb-USY
ゼオライト触媒の長寿命化設計を行う。また、同開発触

媒の工業化に向けて重要となる成形体化触媒、Pd-
Pt/Yb-USY ゼオライト-Al2O3触媒の調製法の検討を行

う。更に、硫化水素/水素雰囲気下およびチオフェン脱

硫反応条件下での担持貴金属触媒の in-situ XAFS 解析

を行い、ナノサイズの貴金属粒子の硫黄被毒挙動、及び

その挙動に及ぼす触媒担体（USY ゼオライト、Al2O3､

SiO2等）の影響を明らかにする。上記 Pd-Pt/Yb-USY
ゼオライト触媒に比べ、Pd-Pt/TiO2触媒では、貴金属表

面積基準で約3倍の脱硫活性を有することが当グループ

で見出している。このため、貴金属担持触媒の更なる高

性能化（HDS 選択性の強化）を目指して、各種試作チ

タニア担体を用いた Pd-Pt/TiO2触媒についても検討し、

担体の構造や貴金属原料及び貴金属担持法等が触媒の性

能に及ぼす影響を明らかにする。 

（年度進捗） 

１）耐硫黄性貴金属触媒の開発 

 本年度は、当グループで開発した Pd-Pt/Yb-USY
ゼオライト触媒（Pd+Pt=1.2wt%、Pd/Pt 原子比＝

4/1、Yb=5wt%、SiO2/Al2O3=13.9（元素分析））に

よる現行軽油（S<500ppm、芳香族～30%）の品質

改善性能確認を行い、反応温度＝300℃、圧力

=4.9MPa、LHSV=2h-1、H2/Oil=500NL/L 下で、従

来型硫化物触媒より、約40～50℃低温で、S-free 化

と芳香族低減を達成できた。また、(i)Yb の添加に

より、Pd-Pt 相の凝集が防止され、活性低下に繋が

る PtSx 相の表面偏析が抑制されること、(ii)Yb 種

の安定化には、USY ゼオライト中の格子外アルミナ

（extra-framework Al）が不可欠であること、

(iii)Pd、Pt の耐硫黄性向上には適量の Cl が必要

であること、(iv)（Pd、Pt、Yb）系の含浸水溶液

の pH は、Pd-Pt の合金構造（あるいは積層構造）

を支配する も重要な因子である等が、新たに明ら

かとなった。今後､水素化深度の制御に向けた検討

を行うとともに、LCO 等の軽油基材化の検討も併

せて行う。 

 長寿命性（企業との共同研究による2300h のパイ

ロットプラント評価）が確認された開発触媒による

サルファーフリー・低芳香族軽油製造の経済性評価

（規模：25,000バーレル／通油日）を行った。試算

の結果、現行軽油からのクリーン軽油（サルファー

フリー・低芳香族）の製造に係るコストアップは、

約1.7～1.8円／リットルであり、EU で実績のある

貴金属触媒利用技術よりも経済性を有していること

が判明した。 

２）放射光等を利用した触媒の working 状態におけ

る構造解析技術 

 Pd-Pt 合金相の硫化挙動や耐硫黄性に及ぼす担体

種（USY、SiO2、Al2O3）や貴金属ナノ粒子径の影

響を、FT-IR、ex situ XAFS 及び in situ XAFS 法

により解析した。in situ XAFS 解析により、固体

酸性の強い USY 担体の場合、Pt が合金表面に偏析

し易く、PtSx rich な表面層の形成に繋がり易いこ

とが示唆された。触媒性能評価実験から、この相分

離が活性低下に繋がることを確認した。また、Yb
の添加は、Pt 相の表面偏析の抑制に繋がることが

XAFS 解析で示唆され、触媒性能評価実験から確認

された。SiO2と Al2O3担体上の合金構造には類似性

が見られるものの、表面～バルク硫化挙動が貴金属

の粒子径にも強く依存することがわかった。各触媒

の脱硫反応条件下（高温高圧液相条件下）の挙動を

解明するため、今後モデル油を用いた流通式高圧高

温液相反応条件下での in situ XAFS 解析を行う。 

３）触媒精密調製技術 

 Pd-Pt 系担持触媒では、TiO2担体が Yb-USY ゼ

オライト担体に比べ高い脱硫（HDS）選択性を示

すことを見出している。そこで、超深度脱硫触媒用

担体として、予め調製法や原料と物性の相関関係に

ついて検討を行ったチタニア中から、比表面積や細

孔分布の異なる数種類のゾル・ゲル法により調製し

た 担 体 を 選 別 し て 、 Pd-Pt/ チ タ ニ ア 触 媒

（Pd/Pt=4）を調製した。CO 吸着により求めた還

元後の金属の分散度はほぼ担体の比表面積に比例し

て高くなる傾向が見られた。水素化（HYD）活性

は、還元-硫化処理後の分散度基準でゾル・ゲル法

TiO2は市販 TiO2に比べ、約0.8～4.4倍の TOF 値

を示した。生成したデカリン異性体比から金属が高

分散な触媒ほど trans 体が多く生成し、金属粒子表

面がよりパラジウム的であることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］クリーン軽油、貴金属触媒、耐硫黄性、

in situ XAFS、放射光利用、ゾル・ゲル

法 

 

［テーマ題目９］次世代燃焼排ガス浄化触媒の探索（運

営費交付金） 

［研究代表者］藤谷 忠博（環境調和技術研究部門触媒

設計グループ） 

［研究担当者］浜田 秀昭、金田一嘉昭、菊川 伸行、 

藤谷 忠博、羽田 政明、中村 功 

（職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、NOx 問題を抜本的に解決するための新

規 NOx 除去触媒技術開発の目途をつけることを目標と

する。特に、理想的な技術であるが実用触媒開発の目処

が立っていない NO 直接分解について、実用化へのブ

レークスルーを図り、共存酸素濃度1%以上の条件下で

分解率50%以上の触媒を見出す。また、還元剤を使用す
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る NO 還元法についても、ディーゼルやボイラー排ガ

ス等の実排ガス条件下において NOx を50%以上低減で

きる触媒を見出す。本研究では、従来世界的にもほとん

ど試みられていない表面科学的手法を実用触媒開発に応

用するために NO 除去触媒を例にとって行うことを特

徴としており、この新しい方法論を開拓することも大き

な研究目標である。なお、当研究グループは、炭化水素

による選択還元触媒に関して世界で 初にアルミナ等の

酸化物系触媒を見出した実績があり、その後も一貫して

NOx 研究を続けてきている。 

１）NO 直接分解触媒の研究 

① 表面科学的手法によるアプローチ 

 電子的な特性や表面構造を変化させるアルカリ金

属の添加による NO 分解への影響を銅単結晶表面

を用いて検討した。K/Cu(111)表面上に110K およ

び320K で NO を露出した後、XPS を用いて表面分

析を行った。110K で NO を露出した場合、清浄な

Cu(111)表面上において、吸着 NO および原子状酸

素が共に認められ、Cu 上で NO 解離反応が進行す

ることが示された。カリウムを蒸着した表面では、

NO 解離活性に顕著な違いは認められなかったが、

吸着 NO 量は大きく増加した。一方、NO 露出温度

が320K の場合、清浄な Cu(111)表面上では酸素種

は観察されず、NO の吸着および解離は起こってい

ないことがわかる。しかし、カリウムを蒸着した表

面上では、原子状酸素と吸着 NO が観察された。

カリウムを蒸着した Cu(111)表面上において320K
で NO 解離が進行したのは、カリウムにより NO
吸着が促進されたためであると考えられる。したが

って、銅表面にアルカリ金属を添加することにより、

室温以上でも NO 分解反応が進行することが明ら

かとなった。 

② 触媒化学的手法によるアプローチ 

 担持アルカリ土類酸化物触媒の NO 分解活性は

担体に大きく依存し、Y2O3が も効果的な担体で

あった。また検討したアルカリ土類の中ではバリウ

ムが も高活性であった。Ba/Y2O3の NO 分解活性

は900℃での水素還元により大幅に向上し、これは

不活性な炭酸バリウムが分解して活性の高い酸化バ

リウムが生成するためであると考えられた。

Ba/Y2O3の NO 分解活性と塩基特性との間に比較的

良い相関性が認められ、本反応には触媒塩基点が重

要な役割を担っていることが推察された。 

２）NO 選択還元触媒の探索・開拓 

 前年度までは水素による NO 選択還元を検討し、

Ir/SiO2や Rh/SiO2が O2と SO2の共存下で高い活性を

示すことを見出した。今年度は、水素よりも実用的に

有利な CO を還元剤とする NO 選択還元について検

討した。検討した種々の担持貴金属触媒の中で、

Ir/SiO2のみが SO2共存下での CO による NO 選択還

元反応に高い活性を示した。本反応は、水素による

NO 選択還元と同様に、O2と SO2の両者の存在で NO
還元が大きく促進された。FT-IR による触媒表面吸着

種の観察から、本反応はイリジウム上に共吸着した

CO と NO の反応を経て進行していることが推察され、

Ir/SiO2上では共存 SO2が Ir0サイトの生成・安定化に

寄与することが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］窒素酸化物、分解、還元、触媒システム 

 

［テーマ題目10］環境調和型素材設計と評価（運営費交

付金、産業技術研究助成事業、戦略的創

造推進事業） 

［研究代表者］大矢 仁史（環境調和技術研究部門エコ

マテリアルグループ） 

［研究担当者］大矢 仁史、日比野俊行、西須 佳宏 

（職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高エネルギー効率蛍光体開発に関しては、比較的簡便

な手順でかつ結晶性や解砕性の良好な合成系を提案した。

蛍光体の組成としてはレアアースの酸化物または硼酸塩

およびアルカリ土類珪酸塩を母結晶とし、異なるレアア

ースイオンを発光中心とする各三原色系で、反応・結晶

化の促進および錯体形成や吸着の効果により微粒子化を

制御する添加剤、その組み合わせを見いだした。この系

では、添加剤の濃度等により粒子径や分散性の一定の制

御が可能である。スペクトル測定では、5μm 以下の微

粒子がバルクの蛍光体と同程度以上の高い発光強度を示

した。 

 高分子素材設計の研究については、汎用プラスチック

に比べ親水性である生分解性プラスチックとの複合化を

おこない、その強度向上が可能なことを明らかにした。

複合化評価指針作成では、LDH 添加量を変えた検討か

ら直接観察法を開発した。断面切断はまだ検討の余地が

残されているが、不電導性の本複合物でも高分解能

SEM でナノレベル観察可能であることが確認できた。

この手法は、汎用プラスチックとの複合化についての評

価指針として使用可能なものであった。 

 環境影響評価技術については、廃自動車有価物回収後

のシュレッダーダストの再資源化についてのサイクルシ

ステム評価を行った。その結果、製鉄分野への利用では、

含有した銅、塩素が問題となるためその除去には薄利粉

砕など新しい単体分離技術の導入が、経済的のみならず、

環境からも必要であることが明らかとなった。また、シ

ートにもちられ、体積ではシュレッダーダストの大半に

当たるウレタンフォーム、塩ビレザーのリサイクルシス

テムにおけるインベントリーデータ取得を行った。 

 以上のような、素材設計、環境評価を有機的につなげ

るため、蛍光体のリサイクル、高分子の再利用法につい

て調査を行い、製造システムでの環境負荷の大きなプロ
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セス、リサイクルシステムでの問題点についてデータを

取得した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エコマテリアル、素材設計、環境評価、

循環型社会 

 

［テーマ題目11］焼却残滓の高度乾式選別及び素材化技

術の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］遠藤 茂寿（環境調和技術研究部門再資

源化グループ） 

［研究担当者］遠藤 茂寿、増田 薫 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 都市ゴミ焼却により発生する焼却灰・飛灰（焼却残

滓）中には、カラー印刷紙、ゴム、プラスチック等に

用いられる光沢剤、着色顔料、安定剤等に使用される

種々の重金属類が混入しており、それらの無害化・安

定化処理が不可欠である。特に飛灰中には融点が低く、

蒸気圧の高い金属ほど高濃度に濃縮されやすい。それ

らは現在、コンクリ−ト固化、アスファルト固化、あ

るいは、キレート処理等の安定処理を施された後、管

理型処分場へ埋立処分されている。しかし、経年変化

に伴う重金属の溶出やコスト面の課題も多く、新たな

安定化処理技術と有効利用技術の開発が望まれている。

ところで、高温高圧の水熱条件（～ 400℃、～

50MPa）では高い溶解度が得られるため、常温では水

に難溶解性の化合物も十分溶解される。さらに水熱反

応の温度領域は、一般ゴミ焼却プロセスで発生する廃

熱の利用が可能な範囲である。また、各焼却残渣中の

金属類や塩素は、その物理的、化学的性質と生成過程

の関係から特定の粒子径範囲に濃集することが予想さ

れる。以上にもとづいて本研究は、焼却残滓を乾式で

高度に分級・選別することで金属類等が濃集する特定

の粒子群を回収すると同時に、水熱反応を利用するこ

とで焼却残渣の安定化、素材化が可能な低コストの焼

却残渣再資源化システムの実現を目指す。 

 そのため本研究では、焼却残渣粒子の基礎物性や金属

類の含有量分布の把握、水熱条件下における金属類の溶

解特性、および、水熱反応による粒子形態や結晶状態の

変化について実験的検討を行う。それらをベースに乾式

選別・分級、水熱処理による金属回収、焼却残渣安定化

法の検討を行い、システム設計・構築の基礎データを提

供する。 

 平成15年度においては、焼却残渣に含まれる重金属の

安定化を図るため、焼却飛灰を水熱熱間加圧成形法によ

り固化し固化体からの鉛の溶出挙動素について実験的検

討し、水熱反応による焼却残渣素材化の可能性を検討し

た。水熱処理した焼却飛灰、および、成形体からの

pH7における Pb の溶出試験を行った。試験は環境省告

示13号にほぼ準拠したが、ここでは成形体と飛灰粒子の

状態で溶出試験を行った。飛灰を常温で20MPa、30分

間、加圧成形した場合には、鉛の溶出量は48時間の浸出

でほぼ平衡値、3.2mg/l となり、飛灰からの溶出に比べ、

大幅な減少が認められた。更に、523K で水熱熱間加圧

成形した場合には、6時間の浸出で平衡値0.26mg/l を示

した。以上のように水熱熱間加圧成形により、鉛の溶出

を大幅に抑制することが可能であることがわかった。 

 焼却飛灰の水熱熱間加圧成形において、ガラスカレッ

トの添加が成形体の強度上昇に有効であることを明らか

にしたが、同時に、鉛の溶出制御に効果があることが確

認された。ガラス粉末を30～50%添加すると、鉛の溶出

は無添加時の1/2～1/4に低下した。珪酸カルシウムなど

の結晶に鉛が封じ込められ、溶出が抑制されたものと考

えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］焼却残渣、水熱処理、鉛溶出 

 

［テーマ題目12］赤泥中の塩素など不純物の分離除去法

の開発（運営費交付金） 

［研究代表者］遠藤 茂寿（環境調和技術研究部門再資

源化グループ） 

［研究担当者］遠藤 茂寿、増田 薫 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 不純物の存在形態、偏析状態に着目したサイクロンを

利用した選別法、ならびに、機械的活性化による除去法

の開発を行う。特に、塩素化合物の含有量をセメント工

業などで許容可能な0.5%以下に抑えることを目指す。

バイヤー法によるアルミナ生産プロセスから副産物とし

てアルミナ1t あたり0.5-3t の赤泥（ボーキサイト残渣、

BR）が排出される。現在、BR は主に海洋投棄により

処理されているが、将来、環境保全の観点から規制され

ることが予想され、有効利用法の開発が求められている。

そこで、本研究では BR の有効利用を阻害している塩素

を効果的に除去し、有効利用拡大への道を開くことを目

的とする。BR 粒子の特性評価から、塩素を含有する粒

子が主に10μm 以下の微粒子状のソーダライトである

ことを明らかにした。この知見に基づき、ソーダライト

微粒子をサイクロンなど湿式分級により除去することに

より、塩素含有量を0.1～0.2%の BR を得ることができ

た。また、その回収率は20-30%となった。従って、機

械的分離法で分級するだけでも海洋投棄に関わる負荷を

1/4～1/3軽減できると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］赤泥、脱塩素、ソーダライト、湿式分級 

 

［テーマ題目13］複合材料の単体分離と樹脂廃棄物の識

別（運営費交付金） 

［研究代表者］遠藤 茂寿（環境調和技術研究部門再資

源化グループ） 
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［研究担当者］遠藤 茂寿、鈴木 繁幸、増田 薫、 

古屋仲茂樹（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 急速な情報社会化を反映してパソコンなど電子情報機

器類の普及は著しく、その当然の帰結として廃棄量の急

速な増加が生ずる。2002年では約20万 t／年ものパソコ

ンが廃棄された。電子情報機器類には多くの有価物が含

まれているが、特徴的なことは、プリント配線基板

（PCB）が10%の割合で搭載されている点である。ガラ

ス繊維などで強化されたエポキシやフェノールなどの樹

脂に銅箔を積層構造に配線した PCB には、銅が1/3～

1/2程度含まれていることから、電子機器類廃棄物から

PCB に使用される銅の数%に相当する銅の回収が可能

といわれている。更に、基板に搭載されている電子部品

には金や白金など貴金属類が使用されており、その回収

も可能である。 

 複合材料や種々の素材から構成される廃製品の単体分

離は、構成物質の機械的、熱的性質や構造に依存した手

法によることが望まれる。例えば、脆性材料では衝撃や

圧縮が、また、層状構造では剥離などが有効であると考

える。そこで、本研究では上記の廃電子・電気機器やそ

れに使用されている複合材料からの有価物回収を行う上

で有効な単体分離技術の開発を目指す。平成15年度は、

電子機器からの有価金属の回収を目的に従来の化学的処

理や粉砕処理でなく、表面切削・剥離法による分離を検

討した。基礎的な検討にもとづいて、表面剥離・捻転に

よる単体分離装置を試作した。装置は回転刃の切削によ

る表面剥離部と捻転による剥離促進部から構成されてい

る。PCB の切削速度、切削深さ、等の操作条件と剥離

特性、単体分離性を評価した。切削のみにより PCB 表

面の銅箔を樹脂と単体分離した場合、 大、90%の単体

分離性が得られた。更に、単体分離が不充分な銅粒子に

捻転を加えることで、金属と樹脂の回収率を95%以上に

することができた。また、 適な切削深さを求めた。 

 

［テーマ題目14］廃自動車シュレッダーダストの再資源

化（運営費交付金） 

［研究代表者］遠藤 茂寿（環境調和技術研究部門再資

源化グループ） 

［研究担当者］遠藤 茂寿、古屋仲茂樹 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ASR 中の塩素含有率の低減化を図り、ASR の高品質

燃料化を目指す。溶融剥離法における圧縮成形時や単体

分離過程における塩素挙動を解明することで、脱塩素化

に関する知見を求める。さらに、機械的活性化法を利用

した脱塩素化法を検討し、塩素含有量を0.5%以下に抑

えることを目指す。 

 使用済み自動車（ELV）は、現在、年間約500万台、

重量にして500万トン発生し、そのうち有価物を回収し

た残渣であるシュレッダーダスト（ASR）は90万トン

で、それは焼却・埋立処分されている。05年1月施行の

「自動車リサイクル法」や「使用済み自動車リサイクル

イニシアチブ自主行動計画」に対応するためには、この

ASR のリサイクルが不可避である。しかし、ASR 中の

PVC 被覆ケーブルの単体分離が非常に困難なことが

ASR のリサイクルを妨げている。そこで、本研究では

ASR の燃料化を促進するため、阻害要因である銅と塩

素の有効分離除去法の開発を目的とする。ASR の圧縮

溶融を利用した PVC ケーブルの単体分離によって銅含

有率0.5%以下の ASR を得ることができた。本年度は、

機械的活性化処理による ASR の脱塩素化の可能性を検

討した。炭酸カルシウム、酸化カルシウムの存在下にお

いて PVC や ASR を遊星ボールミルにより粉砕処理す

ると何れの場合にも塩素含有量の効果的な低下が確認さ

れた。明らかに機械的活性化が脱塩素を促進しているこ

とを明らかにした。 

 

［テーマ題目15］バグフィルターの耐久性能試験評価方

法（エネルギー需給構造高度化受託研究

費） 

［研究代表者］遠藤 茂寿（環境調和技術研究部門再資

源化グループ） 

［研究担当者］遠藤 茂寿（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 バグフィルターは焼却、燃焼をはじめ各種プロセスの

粉塵処理装置として広く利用されているのみならず、焼

却施設ではダイオキシン対策として必須な素材となって

いる。そのため、地球環境の観点、また、経済的観点か

らその耐久性の予測が必要とされている。しかし、国際

的にもバグフィルター材の耐反応性、耐熱性、および、

耐磨耗性を試験・評価する規格がない。そこで本研究で

は、産学官の協力でフィルター材耐久性データの蓄積と

解析を行い、それにもとづいて「高温排ガス中の有害物

質や粉塵を高効率に除去するバグフィルターろ布の耐久

性能を測定・評価するための性能試験評価法」を JIS
化し、 終的に ISO/TC146/SC1（大気の質）に国際提

案することを目指す。15年度には、高温条件下（150-

300℃）において各種フィルター材を加速暴露試験し、

フィルター材の変形（伸び、収縮）や静的引張り強度を

評価した。熱劣化を適正に評価する上で必要となる強度

試験の試料条件、引張り条件などの方法を検討し、測定

の不確かさの把握を行った。この検討に基づいて、高分

子系フィルターとガラス繊維素材を用い、バグフィルタ

ー入口温度として一般的な200℃、0-100時間までの熱暴

露した時の引張強度を測定した。引張測定時の温度条件

が破断強度に影響することが明らかになった。また、耐

熱性高分子とガラス繊維では、熱劣化に大きな差異があ

ることが明らかになった。さらに、業界団体との委員会

を組織し、実プラントにおける劣化データの蓄積・評価
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を行い、規格化の基礎データを蓄積した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バグフィルター、耐久性能、熱劣化 

 

［テーマ題目16］グリーン触媒プロセス（運営費交付金、

内部グラント、産総研委託費、NEDO
次世代化学プロセス技術開発） 

［研究代表者］林 輝幸（環境調和技術研究部門グリー

ンケミストリーグループ） 

［研究担当者］林 輝幸、佐藤一彦、島田 茂、 

韓 立彪、富永 健一 

（職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

１）研究目的 

 グリーンケミストリーの構築のためには、多くの

化学反応、特にファインケミカルズやスペシャルテ

ィケミカルズの合成手段を、触媒を用い、余計な副

生物を出さない、毒性の低い反応剤を用いる反応系

に代えていく必要がある。そのための触媒系、反応

系、溶媒系の開発を目指す。 

２）研究手段、方法論 

 我々は、このような観点から、過酸化水素酸化反

応、フリーデルクラフツ反応、ヘテロ化合物の付加

反応等の触媒反応の開発や新規触媒の開発を行う。

また、毒性の低いカップリング反応剤の開発等も検

討する。一方、イオン性液体を用いる触媒反応の活

性化や触媒・溶媒系の再使用等を図る。 

３）年度進捗 

 シクロヘキセンからナイロン原料であるアジピン

酸の合成を過酸化水素酸化による一段法で達成でき

れば、現行のシクロヘキサノン、シクロヘキサノー

ルを経る硝酸酸化法における大量の N2O 発生を避

けることができる。過酸化水素酸化の触媒活性は4

級アンモニウム塩の形状に大きく依存することが明

らかとなり、モリブデン、タングステン化合物と

種々の4級アンモニウム塩の組み合わせを中心に有

効な触媒系の探索を行った結果、有機溶媒を用いず

にこれまでの5倍程度の活性を示す触媒系を見出し

た。シクロヘキサノール、シクロヘキサノンからの

過酸化水素酸化によるアジピン酸合成においては、

タングステン酸を触媒として、無溶媒条件で高収率

でアジピン酸を得ることができた。また、シクロヘ

キサンジオールを経るアジピン酸合成のため、シク

ロヘキセンからジオールを効率よく安価に合成する

方法を検討した結果、高分子スルホン酸触媒を用い

ると、無溶媒でほぼ定量的にジオールを合成するこ

とに成功した。この触媒は10回以上再使用する事が

できる。 

 大量の腐食性・毒性化合物が副生する酸塩化物を

用いる従来型のフリーデルクラフツアシル化反応を、

カルボン酸を直接利用する、副生物は水のみである

クリーンな反応へと転換するための触媒開発を検討

した。250℃の高温を必要とした p-キシレンとヘプ

タン酸の反応が、プロトン酸 HN(SO2CF3)2を触媒

に用いると200℃でも進行した。また、医農薬の合

成中間体として重要なインダノン類の合成法として、

分子内のフリーデルクラフツアシル化反応、及びα、

β-不飽和カルボン酸との分子間反応を検討した。

前者に関しては、Tb(OSO2CF3)3触媒により、3-フ

ェニルプロピオン酸の脱水環化反応で1-インダノン

が95%収率で得られた。この触媒は、従来法では製

造が困難な低反応性基質に対しても有効であった。

後者に関しては、Lu(OSO2 CF3)3触媒により、p-

キシレンとクロトン酸との反応で80%収率でインダ

ノンが得られた。 

 超原子価有機ビスマス化合物を用いたクロスカッ

プリング反応は、塩化アリールのみならず塩化アル

ケニルも反応することを見いだした。ビスマス化合

物を用いた二酸化炭素固定化反応に関しては、新た

に2種の化合物に関し二酸化炭素との反応を検討し

二酸化炭素が Bi-O 結合に挿入することを明らかに

した。 

 ビニルリン化合物は、難燃剤、金属表面保護・処

理剤、歯科用材などとして有用な機能性化合物であ

るが、有毒な PCl3を用いる現行法では製造過程で

塩化水素等が大量に発生する。当グループで見いだ

した触媒的ヒドロホスホリル化法は、こうした問題

点を解決するが、本研究では実用化を目指して、触

媒、プロセスの改良・ 適化を行っている。 

 即ち触媒として Ni(cod)2を用いて、ジメチルホ

スファイト(MeO)2P(O)H の1-オクチンへの付加

をモデル反応に検討した結果、立体的に混み合いの

少ないホスフィン配位子ほど高活性を示すことを明

らかにした。一方、付加反応では一般的に二種類の

混合物が得られるが、反応を注意深く検討したとこ

ろ、溶媒や添加物の有無など少し反応条件を変える

だけで、位置および立体選択性の高度制御に成功し

た。即ち、エタノール溶媒を用いた時はマルコフニ

コ フ 付 加 物 を 、 一 方 、 反 応 系 に 触 媒 量 の

Ph2P(O)OH を共存させた場合はアンチマルコフニ

コフ付加物を選択的に与えた。見出した触媒系は、

他のヘテロ原子化合物の付加にも応用可能であった。 

 ケイ素－ケイ素結合生成反応を効率的に進行させ

る新規触媒の開発を目的に、ケイ素－遷移金属錯体

の特異な構造、反応性を検討している。 

 三座型ヒドロシラン(2-SiH3C6H4)2SiH2とキレー

ト型ホスフィンを有する0価ニッケル錯体との反応

においては、結晶中ではこれまで知られていなかっ

たη2-(Si-H)Ni 構造を持つビス（シリル）η2-

(Si-H)ニッケル錯体が、溶液中では4価 Ni-H 構造
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を持つトリス（シリル）ヒドリドニッケル錯体が、

それぞれ生成することを明らかにした。一方、ホス

フィン配位子をより嵩高いものにした場合、ヒドロ

シランの分子内反応により Si-Si 結合がニッケル錯

体上で形成されることを明らかにした。 

 金錯体 Ph3PAuCH3と酸触媒との組み合わせた触

媒系が、アセチレンの水和によるカルボニル化合物

の合成に極めて有効なことを見出しているが、この

反応系にイオン性液体を用いることにより、金錯体

触媒の再使用がある程度可能なことがわかった。ま

た、本反応が新たに、生理活性物質の骨格合成に適

用可能な可能性を見出した。一方、ルテニウム触媒

を用いるアルコールの過酸化水素酸化によるカルボ

ニル化合物の合成反応において、新たにホスホニウ

ム塩系のイオン性液体を溶媒に用いることにより、

触媒再使用が可能であることを見出した。 

 化学産業の中でも重要なプロセスの一つであるヒ

ドロホルミル化反応には、毒性の高い一酸化炭素が

原料として用いられてきたが、我々は、安全かつ安

価な二酸化炭素を用いる新規反応が、ルテニウム－

塩化物塩触媒系により進行することを見出している。

この反応に塩化物系のイオン性液体と低極性の有機

溶媒と組み合わせて、特に構造の簡単なアルケンに

対して選択性を大幅に向上させることができた。例

えば、1-ヘキセンから収率84%でヘプタノールが生

成する。選択性向上の原因は、イオン性液体中では

アルデヒドの水素化が促進されることにより、基質

のアルケンの水素化が抑制されるためである。反応

後には、エーテル抽出によりアルコールを回収する

ことができ、残った触媒相は繰り返し再利用できる

ことも見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］グリーンケミストリー、錯体触媒、ヘテ

ロ元素、酸化、有機リン化合物、フリー

デルクラフツ反応、カルボニル化合物、

イオン性液体、ヒドロホルミル化 

 

［テーマ題目17］環境調和型機能物質技術（運営費交付

金、原子力試験研究、NEDO 産業技術

研究助成事業） 

［研究代表者］林 輝幸（環境調和技術研究部門グリー

ンケミストリーグループ） 

［研究担当者］林 輝幸、大内秋比古、韓 立彪、 

今野 英雄（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

１）研究目的 

 核廃棄物の再処理や回収を効率化し、原子力利用

の安全性と効率性を高めるために、金属抽出能力、

選択抽出能力の高い金属抽出剤を開発する。また、

毒性の高い揮発性有機金属化合物の高温熱分解によ

る金属薄膜の製造プロセスに代わり、光反応性の高

い難揮発性有機金属化合物と光照射を用いる省エネ

ルギー型室温プロセスを開発する。一方、燐光型有

機 EL 材料を低環境負荷で製造する技術を開発する。 

２）研究手段・方法論 

 種々の合成技術を用いて、種々の有機リン化合物

やカルボニル化合物を合成し、希土類金属に対する

抽出能を検討する。化学構造を変えることにより、

難揮発性有機金属化合物の光反応性を高める方法、

及び 適な光照射手法の検討を行う。マイクロ波を

用いる、有機イリジウム系有機 EL 材料の合成法を

検討する。 

３）年度進捗 

 金属抽出剤については、五価有機リン系ポリマー

としてビスホスホノイル化合物とジイン類とのコポ

リマー及び9-オキソ-9-ホスファフルオレン骨格と

π共役系とのコポリマーを、カルボニル系ポリマー

として、マロン酸アミド系ポリマーを合成した。9-

オキソ-9-ホスファフルオレン骨格とπ共役系との

コポリマーは、硝酸酸性溶液中の La3+イオン及び

Eu3+イオンを有機相に抽出すること、特に、種々の

ランタノイドイオン混合物からイオン半径の小さい

イオンを選択的に抽出することを見出した。 

 アルキルフェニルセレニド類のレーザー反応によ

る炭素－セレン結合解裂の効率について、新たに4

種類のアルキル基を用いた反応を行った。また、芳

香族置換フラーレン誘導体の光反応における芳香族

置換基の効果について、新たに4種類の誘導体を合

成し、光反応性について検討を行った。 

 有機 EL ディスプレイの発光材料として注目され

ている燐光性イリジウム錯体の合成法を検討し、代

表的な燐光材料であるフェニルピリジン配位子を有

するイリジウム錯体を、マイクロ波を用いて迅速か

つ高効率に合成することに成功した。この反応にお

ける目的化合物の収率は、反応系中の有機配位子の

物質量に大きく依存すること、また添加した有機配

位子は、オルトメタル化反応によって放出されたプ

ロトンをトラップする塩基としても機能することが

明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］金属抽出、選択抽出、有機リン化合物、

マロン酸アミド、省エネルギー、有機金

属化合物、金属薄膜、光分解、有機 EL、
マイクロ波、発光材料、イリジウム 

 

［テーマ題目18］シリカ系多孔体物質の開発と応用技術

（運営費交付金） 

［研究代表者］小菅 勝典（環境調和技術研究部門触媒

設計グループ） 

［研究担当者］小菅 勝典、菊川 伸行、竹森 信 
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（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 揮発性有機化合物（VOC）を含む排ガスの浄化に有

用な新規ナノ空間材料を開発するため、ミクロ構造、マ

クロ構造を精密に制御したシリカ系多孔体を低コスト、

低環境負荷な合成条件で作製し、さらに、得られたシリ

カ多孔体の特性評価、VOC 吸着・脱着特性について検

討を行った。 

 合成には、低コストシリカ原料である珪酸ナトリウム

溶液（水ガラス）と低環境負荷な非イオン性高分子界面

活性剤（ポリエチレンオキシドとポリプロピレンオキシ

ドとの共重合体）を用い、後者の自己秩序形成能を利用

して、高次の規則メソ構造体の生成条件を明らかにした。

シリカ、並びに他の元素が共存する場合にも、界面活性

剤の親水性・疎水性バランスに応じ、無機元素と複合化

した種々の無機有機ナノ規則構造が形成される。さらに、

このミクロスケールの規則構造体を数ミクロンから数百

ミクロンの規則マクロ形態を持つ粒子へと成長させなけ

ればならない。疎水性の強い高分子界面活性剤の場合に

はロッド状、親水性が高くなると等方的な高次構造に成

長しやすくなることを利用して、ナノおよびミクロンの

異なるスケールで同時に規則構造性を有するシリカ多孔

体の詳細な合成条件を明らかにし、その成果は国際誌

Chemistry of Materials に2報掲載された。 

 トルエンをモデル物質として、合成多孔体と、種々の

市販吸着剤との動的吸脱着挙動の詳細な比較考証に基づ

き、高い VOC 吸脱着性能を有するために満たすべきミ

クロ並びにマクロ両規則構造特性との関係について検討

した。その結果、細孔径の異なる2種類の細孔の配列構

造に基づく特異な吸脱着現象である、高い吸着能と容易

な脱着能というナノ規則構造に起因する協同効果をシリ

カ系多孔体において見いだし、特許出願を行った。本研

究で開発を目指す新規のシリカ系吸着剤は、従来のシリ

カゲルやゼオライトよりも格段に流通下における吸着能

に優れている。しかも、活性炭にみられる可燃性、高濃

度 VOC 処理における発熱、あるいは廃水処理の必要性

等の問題点は無く、特に多くの VOC 取り扱い現場が所

有する熱源200℃以下で完全に脱着することから、再生

処理の低コスト化が実現出来る。さらに、本研究で用い

る多孔体合成技術は、実用化において重要となる繊維状

並びに球状のマクロ形態に制御できることが大きな特徴

であり、かつ低コストで環境負荷が低い大量合成が可能

である。今後さらに種々の VOC を対象として本協同効

果を詳細に検討することにより、VOC の循環利用が可

能な実用的な対策処理システムの開発を目指したいと考

えている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メソポーラス、シリカ、マクロ形態制御、

吸着特性、VOC 吸着 

 

［テーマ題目19］高選択性酸化触媒の研究開発（運営費

交付金、経産省・エネルギー使用合理化

技術開発委託費） 

［研究代表者］春田 正毅（環境調和研究部門） 

［研究担当者］大山 茂生、三村 直樹、高橋 厚、 

村田 和久、稲葉 仁、坪田 年、 

伊達 正和、前田 泰、春田 正毅 

（職員8名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 プロピレンオキシドはポリウレタン等のプラスチック

原料として重要な基幹化成品であり、現在、世界で約

400万トンが生産されている。現行法では、有機過酸化

物等を用いてプロピレンから二段階の工程で製造されて

いるが、これを気相一段の酸素酸化で行うための新規触

媒の開発を行う。5年後の目標として、1) 実用レベルの

触媒初期性能の獲得、2) 新触媒材料の創製と反応機構

の解明、3) 触媒の長寿命化のための指針の蓄積を目指

し、これら1)～3)の達成により、10%以上の省エネルギ

ー化（原油換算30万 kl（年間400万 t 生産として））に

貢献する。 

 これまでの探索研究で既に見いだしている金担持酸化

物系触媒と修飾ゼオライト系触媒に、新規に検討するこ

とを計画しているヘテロポリ化合物系触媒を加えた3つ

の触媒系に関して、プロピレンの酸素または酸素・水素

混合ガスとの反応に対する活性、選択性が各々の触媒系

の微細構造、表面物性等とどのような関係があるかを明

らかにする。また、反応速度論的挙動、反応中の表面吸

着種の解析を各々の触媒系について行い、それらのデー

タを比較検討することにより、実用化できる触媒性能を

有する触媒系の設計・創製を行う。 

 気相酸素を用いた一段エポキシ化によるプロピレンオ

キシド合成反応について、金担持酸化物触媒系では、酸

素と水素の共存下、気相反応で選択率90%を維持しつつ、

初期プロピレン収率を10%近くまで向上させることがで

きている。本年度はさらなる触媒の連続運転を目指し、

反応により劣化した触媒の再生方法の検討を行った。反

応5時間経過後の活性が低下した触媒に対して、加熱処

理の際の雰囲気条件を水素と酸素が共存する条件下で、

プロピレン転化率がほぼ回復することがわかった。修飾

ゼオライト系では、新たに Ti-Al－ヘキサゴナルメソポ

ーラスシリカ（HMS）に気相エポキシ化活性があるこ

とを見出した。ガス組成:16.6%C3H6/8.4%O2/75%Ar
の混合ガスを W/F=20.2g-cat.h.mol-1で流通し、200℃で

反応させると、22.7%の転化率と、76.7%の酸素化合物

への選択性と、21.9%の PO への選択性を示した。副生

物として、アセトアルデヒド（16.3%）、アクロレイン

（14.9%）、アセトン（10.6%）、プロピオンアルデヒド

（7.3%）、炭化水素（18.8%、C1～C8の和）、Cox

（4.5%、CO と CO2の和）が検出され、他の生成物も

少量認められた。より穏和な条件での PO 選択率及び触
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媒安定性の向上を期待して、同じ触媒系を Pd(OAc)2／
酸素／メタノール溶媒中で用いると、液相系でのエポキ

シ化反応に有効であることを見出した。 

 一方、新規触媒系の探索では、Ti2錯体／SiO2触媒

（チタン2核錯体モデル触媒）や、Ag を主体に種々の

酸化物や炭酸塩で修飾した触媒系、溶融塩担持触媒系に

おいて、PO 合成活性を有する触媒系を見出している。

現状では既存の触媒系に比べ PO 収率が低いが、新しい

エポキシ化触媒として、反応機構解明とともに性能向上

を目指している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］プロピレンオキシド、金担持酸化物触媒、

修飾ゼオライト、その場触媒解析 

 

［テーマ題目20］固体高分子型燃料電池の研究開発（運

営費交付金） 

［研究代表者］岡田 達弘（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］岡田 達弘（職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的、研究手段、方法論、 

 固体高分子型燃料電池において白金触媒は不可欠であ

るが、一方でコストや資源的制約など解決していない問

題がある。本研究では白金に代わる燃料極および空気極

触媒の候補としての可能性をもつ、有機金属錯体を構成

要素とする電極触媒材料の触媒能、反応機構解明のため

の要素研究、及びそのための評価法の検討を行う。合わ

せて、燃料電池システム高度化のためのガス拡散層設計

を行い、電池の高密度化に資する。 

年度進捗 

 燃料電池の触媒探索に関する指針の確立と評価法開発

のため、[1] 電気化学計測と分光学的測定の同時測定を

行うと共に、[2] 主として有機金属錯体を用いた酸素還

元分子触媒の構造と機能に関する系統的な実験・調査を

行った。 

[1] 燃料電池触媒の運転状況における電位をコントロ

ールしながら電気化学的を行うと同時に、反応生成

物および中間体を赤外分光的に追跡できる in-situ 
FT-IR 方を用いる触媒表面評価法を確立した。 

[2] メタノール酸化能を示す触媒として、白金・ルテ

ニウム合金が一般に用いられれるが、ルテニウムの

代わりに CO 酸化能を示す錯体触媒を白金に共存さ

せることで同様なメタノール酸化触媒を構成した。

その際、鉄サレン錯体、オキソバナジウムサレン、

モノキノリルフェニレンジアミン配位子を持つニッ

ケルおよびパラジウム錯体などが有効であることが

示された。更にシステム研究として以下のことを行

った。 

[3] 燃料電池におけるガス流路の設計は性能を決定す

る重要因子であるので、従来のガス溝をセパレータ

ーに加工することなくガスの流通を可能にする新規

ガス流路の開発を行った。その結果、ガスを電極面

方向から直接供給するフラクタル流路と呼ばれる方

式を提案し、実証試験を行った。通常のガス流路で

あるサーペンタイン方式と比較し、フラクタル流路

においては体積あたり発電能力が前者で0.49kW/L
であったものが0.85 kW/L と約1.7倍も向上するこ

とが示された。 

［分 野 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、固体高分子、触媒、非白金 

 

⑨【情報処理研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：大蒔 和仁 

副研究部門長：戸村 哲 

総括研究員：戸村 哲 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：34（32）名 

経 費：720,484千円（556,381千円） 

 

概 要： 

 情報処理研究部門の役割は、情報に関する基盤技術

（インフラ）の提供拠点となることである。特にイン

ターネットに代表されるディジタル情報システムを

「誰でもどこでも」「快適に」「安心して」利用できる

技術の開発を行なう。 

 当研究部門の中のグループ構成はグローバル IT セ

キュリティグループ、メディアインタラクショングル

ープ、および情報流デザイン研究グループの3つであ

る。これらの各グループにより実施される重点課題名

をそれぞれ 

(1) グローバル IT セキュリティに関する研究 

(2) インタラクション指向メディア処理技術に関

する研究 

(3) 情報流に関する研究 

と名づけて実施している。さらに、当研究部門では産

総研内の複数の研究者によって構成されるグループで

実施する研究の他に、産総研にいる研究者（主として

一人）が中心となり、インターネットを介した外部の

研究者らと研究協力しながら遂行するテーマも重要と

考え、それを情報処理基盤研究と名づけ、部門長直下

の管理の研究テーマとして実施している。 

 これらの研究体制により「誰でもどこでも」「快適

に」「安心して」利用できる情報システム技術の研究

開発を行なっている。 

 上記(1)、(2)、(3)の重点課題の概要を述べる。 

グローバル IT セキュリティ技術に関する研究： 

 グローバルな情報通信における日本の安全保障レベ
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ルを向上させる技術の研究開発を、実証的方法論に基

づいて行う。 

 電子政府などに代表される日本の IT システム基盤

の安全保障レベルを向上させる方法のひとつに、利用

可能なシステムの選択肢を複数確保すること、日本に

おけるシステム開発が持続可能なシステムを確保し、

利用することがある。この目的を達成するために、オ

ープンソースソフトウェア技術の研究を行い、オープ

ンソースソフトウェアによる IT システム基盤の開発、

構築、運用実験を行う。つぎに IT システム基盤を流

通するコンテンツに関する安全保障レベルを向上させ

るために、各地域で使用する文字・言語・文化に対応

したドキュメントを利用するための多言語情報処理技

術、コンテンツを安全に流通させるためのデジタルコ

ンテンツ管理技術の研究を行う。また、IT セキュリ

ティ技術そのもののレベルを向上させるために、IT
セキュリティの基盤である暗号強度評価および暗号応

用技術、IT システムを運用する上で必要不可欠なセ

キュリティ情報集約技術、技術と運用の両面からセキ

ュリティレベルを向上させる情報セキュリティ管理技

術などの研究を行う。とくに情報セキュリティ管理技

術においては、内閣官房情報セキュリティ対策推進室

と連携しつつ、電子政府全般のセキュリティレベルの

向上に貢献する。さらに今後 IT システム基盤が確立

され、利用範囲が広がるにつれて、既存のソフトウェ

アに新たな機能を安全に追加する方法が重要となる。

この次世代の IT システム基盤での基盤ソフトウェア

技術を戦略的に確保することは安全保障上必要である。

このために拡張可能システム技術の研究を行う。 

インタラクション指向メディア処理技術に関する研

究： 

 実時間性、実環境性、適応性に富んだインタラクシ

ョン指向の先端的メディア処理技術の研究開発を行う

ことを目的としている。 

 短期的には、特に、①音響・画像情報の統合、②音

源分離と音声認識のロバスト化、③音声認識・対話の

高度化、④非言語情報を活用したインターフェース支

援、⑤統計的学習と確率推論によるユーザモデリング、

⑥メディアコンテンツ理解など、ヒューマンインター

フェース技術の実環境ロバスト性、環境・ユーザ適応

性に重点を置いた研究を行っている。中長期的には、

これらの技術を、さらに、他のセンシング技術、ネッ

トワーク技術、情報検索などのアプリケーション技術

などと融合し、マルチメディア情報検索システム、イ

ンタラクティブ・ロボットなど、より具体的な形へ展

開していく。また、これらの研究成果を産業界、学会

に還元すべく、成果をアルゴリズム、ソフトウェア、

ハードウェア、データベースなどの形で社会に提供す

る取り組みにも力を入れている。 

情報流に関する研究： 

 ユビキタスコンピューティング環境に関する多くの

研究が行なわれているが、真に誰もがどこでもいつで

も使えるためのインタフェース技術はまだ登場してい

ない。ユビキタス社会を実現するために、ユビキタス

環境で誰でも使用できる入出力装置及びインタラクシ

ョン手法の開発あるいはユビキタス環境における直感

的な情報視覚化手法及び検索手法の開発など、新しい

コミュニケーションシステムの研究開発を進めている。 

 また情報流の視点から基礎技術を統合した斬新かつ

実用的なシステムの研究開発を行ない、論文発表及び

雑誌記事による啓蒙活動を行なっている。 

 上記すべての重点研究課題に対して、当研究部門の

成果の普及の方針は 

(1) ソフトウェアやハードウェアアーキテクチャのオ

ープン化による直接的な普及 

(2) 国際的な機関との協調・協力による普及 

(3) データベースの公開による普及 

(4) 論文として公開し世界と競うことによる普及であ

る。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

経済産業省 科学技術総合研究委託費「新情報パラダイ

ムに基づく技術分野：大域情報処理技術」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術助成事業「実時間 Linux 向き組込用並列分散

計算システムの実用化研究」 

 

発 表：誌上発表36（32）件、口頭発表75（24）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
グローバル IT セキュリティグループ 

（Global IT Security Group） 
研究グループ長：戸村 哲 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 グローバル IT セキュリティ技術の目的は地球の上

のいろいろな人たちが、その言葉や文化や社会や習慣

に適応した方法で、情報技術を利用すること、そして

人類が使用する新しい社会基盤である情報技術をほか

の社会基盤と同じように安心して利用できることの二

つである。 

 ネットワーク社会の発展により、世界中のすべての

場所で、より多くの人たちが、より多くの局面で情報

技術を活用できるようになることが期待されている。

このために解決すべき課題の一つとして、人間社会と

の親和性の高い情報技術を達成することがある。ネッ

トワークで世界中がつながることによって新しい問題

が明らかになることがある。会社の事業部門だけで使

っていたのでは、顕在化しないもの、一つの国の中で
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使っていたのでは認識できないものなどのように、そ

うした問題を解決するのがグローバル IT セキュリテ

ィ技術である。 

 グローバル IT セキュリティグループは、日本で生

まれ、世界中で使われるソフトウェアを産み出すこと、

そしてそうしたソフトウェアを造ることのできる人を

育てること、さらには日本中にそうした人たちの輪を

広げることを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

メディアインタラクショングループ 

（Media Interaction Group） 
研究グループ長：浅野 太 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ネットワークのブロードバンド化などに伴い、音楽、

映像などのストリーム配信や、映画や番組のオン・デ

マンド化など、情報技術（IT）を駆使したサービス

が、現実のものとなり始めている。また、家電の IT
化や、家庭やオフィスで人と共存するロボットの実用

化も急速に進んでいる。このような情報機器とやりと

り（インタラクション）し、これらの提供するサービ

スを快適に利用するには、自然で使いやすいインター

フェースが必要である。 

 メディアインタラクショングループでは、音響と画

像情報の統合を用いた実環境におけるロバストなイン

ターフェース、 身振り手振りや対話中の言いよどみ

などマルチモーダルな情報の利用によるユーザ支援、

統計的学習・確率推論を用いた環境やユーザの好みな

どのモデリング・適応技術、自然な発話を理解する音

声認識・状況依存の対話管理を中心とした音声対話理

解など、自然で使いやすいインターフェースを目指し

た開発・研究を行っている。また、インターフェース

で培った技術を核として、産業界や学会などに貢献で

きるような活動も行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

次世代ユーザインターフェスグループ 

（Fluid Information Design Group） 
研究グループ長：増井 俊之 

（文京オフィス） 

概 要： 

 ユビキタスコンピューティング環境に関する多くの

研究が行なわれているが、真に誰もがどこでもいつで

も使えるためのインタフェース技術はまだ登場してい

ない。当グループは、ユビキタス環境において人間が

様々なシステムを利用するときに も重要な情報流の

制御に必要なインタフェース手法／検索手法／通信手

法の基礎技術を開発している。またユビキタス社会を

実現するために、情報流の視点から基礎技術を統合し

た斬新かつ実用的なシステムの研究開発を行ない、論

文発表及び雑誌記事による啓蒙活動を行なっている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

情報処理基盤研究 

（Base Research of an Information Technology） 
研究グループ長：大蒔 和仁 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 部門内の研究グループに属さない研究者（主として

一人）が中心となり、非常勤職員およびインターネッ

ト介した外部の研究者らと研究協力しながら遂行する

研究テーマを「情報処理基盤研究」というカテゴリに

包含する。そのため「情報処理基盤研究」を部門長直

下の管理の研究テーマとして実施している。カテゴリ

は次の内容を含むものである。 

(1) しなやかな情報の流通と応用を支援するシス

テム DeleGate 
(2) ネットワークコンピューティングの空飛ぶ魔

法の絨毯 HORB 

(3) ネットワークを渡り歩けるコンピュータ NTC
および KNOPPIX の日本語化 

(4) リアルタイムシステム 

(5) 安全なエージェントシステムの制御支援 

(6) 大域脱出オペレータ 

(7) 社会的なエージェントにおける義務と権利の

情報処理モデル 

(8) その他（テキスト圧縮、プログラムの等価性、

Montague 文法と論理） 

研究テーマ：テーマ題目４ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］グローバル IT セキュリティに関する

研究 

［研究代表者］戸村 哲（情報処理研究部門グローバル

IT セキュリティグループ） 

［研究担当者］一杉 裕志、高橋 直人、田代 秀一、 

田沼 均、中村 章人、新部 裕、 

錦見美貴子、半田 剣一、田中 哲、 

渡邊 創、北川 隆、古川 浩史、 

水島 宏太、上野 乃穀 

（職員11名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 グローバル IT セキュリティ技術に関する研究では、

グローバルな情報通信における日本の安全保障レベルを

向上させる技術の研究開発を、実証的方法論に基づいて

行う。 

 このために、オープンソースソフトウェアによる IT
システム基盤の開発、構築、運用を支えるオープンソー

スソフトウェア技術の研究、各地域で使用する文字・言

語・文化に対応したドキュメントを利用するための多言
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語情報処理技術、コンテンツを安全に流通させるための

デジタルコンテンツ管理技術の研究、IT セキュリティ

の基盤である暗号強度評価および暗号応用技術、IT シ

ステムを運用する上で必要不可欠なセキュリティ情報集

約技術、技術と運用の両面からセキュリティレベルを向

上させる情報セキュリティ管理技術などの研究、次世代

の IT システム基盤での基盤ソフトウェア技術である拡

張可能システム技術の研究などを行う。 

 日本の情報インフラの安全保障施策である多言語情報

処理技術では、昨年度までに開発した C ライブラリ、X
ライブラリ相当部分の改善、m17n ライブラリの公開を

行なうためのドキュメントの整備、Free Standards 
Group への参加、ツールキットレベルでの開発の開始

などを行った。 

 日本の情報インフラの安定性を向上させるためにオー

プンソースデスクトップ導入実証実験を3年計画で開始

した。初年度は現状調査と導入実験計画の立案を行う。

4月から実施計画の詳細化を行い、7月からは産総研の研

究関連管理部門の業務およびシステムの調査分析を行い、

導入に必須のサイト管理システムの開発を研究委託して、

次年度の導入実験計画の立案を行った。 

 オープンソースソフトウェアを利用したコンピューテ

ィング環境のセキュリティレベルの向上させるために、

RedHat Linux ベースのコンピュータにインストールさ

れているソフトウェアに関する情報をデータベースで管

理し、セキュリティ対策のためのコンピュータの状態把

握とソフトウェアの更新処理を自動化するシステムを試

作した。 

 オープンソースの開発環境である Eclipse を、今後の

研究開発のプラットフォームに使用できないか検討した。

また、開発した MixJuice 言語の実用性を確かめるため、

第3者のプログラマに比較的大規模なプログラムを作成

させる実験を行った。 

 不正コピーを抑止する技術である電子透かしを利用し

た、安全な配信システムの基礎となる ID 符号化法にお

いて、現時点で 高レベルの実用性、安全性をもつ方式

を開発し発表する。 

 電子政府が使用する暗号技術の安全性を監視する暗号

監視委員会、電子政府の情報セキュリティレベルの向上

をめざす内閣官房情報セキュリティ対策推進室のメンバ

ーとして日本の情報セキュリティを推進した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］セキュリティ、電子政府 

 

［テーマ題目２］インタラクション指向メディア処理技

術に関する研究 

［研究代表者］浅野 太（情報処理研究部門メディアイ

ンタラクショングループ） 

［研究担当者］秋葉 友良、麻生 英樹、原 功、 

後藤 真孝、吉村 隆、緒方 淳、 

伊藤 克亘、後藤 孝行、首藤 麻里、

山田 武志、山本 潔、宮内 淳一、 

浜中 雅俊、速水 悟、小野智 弘、 

中野 倫靖（職員7名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、音響信号処理・画像処理・自然言語処

理・統計的学習／確率推論・音楽情報処理などの要素技

術を統合し、実環境ロバスト性・ユーザ／環境適応性を

備えたヒューマンインターフェースの開発を3年間の短

期目標とする。国際的に見ても要素技術単独の研究は多

いが、要素技術のインタラクションを含んだ統合システ

ムに関する研究は少なく、この点が本研究の優位性であ

ると考えている。数値目標としては、SNR0dB、話者

との距離1.5-3m で、話者位置推定精度・発話検出精度

90%、音声認識率80-90%をロバストインターフェース

の目標とする。さらに音楽情報処理、情報検索などのア

プリケーションと統合し評価する。 

・［情報統合］ 前年度提案した音響・画像の情報統

合による話者追跡・分離システムについて、実環境

における音声認識による評価を行った。この結果、

テレビなどの雑音源がある環境で、話者とマイクロ

ホンアレイが1.5m 程度はなれても、発話検出率：

85-95%、単語認識率80%を達成した。 

・［ロバスト音声認識］ 音声認識システムと話者追

跡・分離システムと融合し、①音響モデルを分離シ

ステムの残留雑音に動的に適応する。②話者追跡に

おける発話情報を音声認識システムにおいて利用す

る。などの改良を行った。この結果、上述と同様の

環境で単語認識率90%を達成した。 

・［リアルタイムハードウェア］ 上述のシステムに

おいて、音響信号処理部分を実現するハードウェア

を構築し、外部に有償配布を開始した。また画像処

理・情報統合ネットワークを実現するハードウェア

についても開発を開始し、平成15年度内には完成予

定である。このシステムを利用して、情報統合によ

る話者追跡・分離を行うリアルタイムシステムを構

築中である。H15年8月の時点で80%程度開発終了。 

・［情報検索・言語モデル］ 情報検索技術と音声認

識技術の統合による新たなアプリケーションの開発

を行った。具体的にはユーザの情報要求に対して正

確な回答を提示する新たな情報検索応用技術である

質問応答（QA）について、音声入力で質問応答を

行うシステムの開発、一般コーパスから学習した言

語モデルを適応させる手法を開発、自由発話による

情報検索システムの検討などを行なった。 

・［音楽情報処理］ 音響信号から大局的な楽曲構造

を捉える処理により、ポピュラー音楽の楽曲中に出

現するサビの区間を検出する手法を開発した。さら

に、この手法を利用してサビ・楽曲構造の先頭へジ

ャンプする機能と、それらの構造の視覚化機能を備
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えた音楽再生インタフェース SmartMusicKIOSK
を開発した。 

・［音声の非言語情報利用］ 高い声を Shift キーを

押している状態と見なし、声の高さで音声認識時の

入力モードを切替える新たな音声インタフェース機

能「音声シフト」を考案した。 

・［研究用音楽データベースの公開と配布］ RWC
研究用音楽データベースの海外配布を開始

(2003/06/30)。 英語版配布システムの整備と英語

サイトの準備を行い。2003/8/11時点での配布数：

国内310、海外42、合計352。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］インタラクション指向メディア 

 

［テーマ題目３］情報流に関する研究 

［研究代表者］増井 俊之（情報処理研究部門情報科学

研究グループ） 

［研究担当者］高林 哲、江渡浩一郎、渡辺 訓章、 

塚田 浩二（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ユビキタスコンピューティング環境に関する多くの研

究が行なわれているが、真に誰もがどこでもいつでも使

えるためのインタフェース技術はまだ登場していない。

ユビキタス社会を実現するために、情報流の視点から基

礎技術を統合した斬新かつ実用的なシステムの研究開発

を行ない、論文発表及び雑誌記事による啓蒙活動を行な

っている。 

・MouseField による新しい実世界指向 I/F イディオ

ムの提案 

 風呂でネット経由で音楽を聞いたり／居間でテレ

ビ番組を検索したり／台所でレシピを調べたり／と

いったように、あらゆる場所で計算機を利用したい

機会が増えているが、現在入力装置として一般的な

キーボードやマウスなどを風呂や台所で使うことは

適当でないため、どこでも使えるシンプルかつ柔軟

な入力装置が望まれている。 

 このような目的のために、新しい入力装置

「MouseField」を開発した。 

 MouseField は RFID リーダと動き検出装置を一

体化した装置であり、RFID を内蔵するものを

MouseField の上に置いて動かすことにより、どこ

で何をしたいかをひとつの操作で指示することがで

きる。 

たとえば風呂で音楽を聞きたい場合は風呂の

MouseField の上に CD ジャケットを置くことによ

ってその場所で音楽を聞きたいことを指示する。ま

た置いた後で動かすことによって曲目や音量を制御

することができる。 
 MouseField は一般的なマウスと同じように使う

ことができるという点でマウスと同程度に汎用な入

力装置であるが、置くものによって動作を切換える

ことにより直感的な操作を行なうことが可能になる。 

 ひとつのディスプレイの前に DVD ジャケットを

置いて動かすとそのディスプレイは DVD プレーヤ

として機能するし、名刺を置いて動かすとその人物

に関連する情報をインターネットや名簿から検索す

ることができる。 
 いろいろな場所に MouseField を設置しておくこ

とにより非常に広い範囲で計算機を活用することが

可能になる。 

・視覚化／検索システム 

 人間の脳には階層ディレクトリもキーワード検索

も存在しないと思われるが、多くの場合に必要な情

報を思い出すことができるようになっている。頭の

中から必要な情報を検索する（思い出す）場合、連

想的にものを思い出すしていくことが多い。たとえ

ば、なくしたものを捜すときはそれを使った場所、

時間、何をしていたか、誰が一緒にいたか、などと

いったいろいろな情報を順番に思い出していけばな

くした場所を思い出すことができる。このような連

想的な情報検索を日常的に行なっていると考えられ

る。一方、ディレクトリ階層構造をたどってファイ

ルを捜したりリンクをたどって必要な情報を捜す

Web ブラウジングにより検索したりする操作はこ

のような脳の動きと似ていると思われるが、情報間

のリンクの数は圧倒的に少なため、連想的に捜すこ

とのできる情報の量は限られている。計算機内のあ

らゆる情報から、それに少しでも関連した情報を簡

単にたどっていくことができるようにすれば、脳の

中と同じような連想的な検索が計算機上でも可能に

なると考えられる。ある情報に関して常にその近傍

情報を提示し、それをたどることにより必要とされ

る情報に到達することができる近傍検索システムを

開発した。 

 近傍検索システムでは、ある人について調べる→
その人と会った学会を思い出す→その学会のころに

考えていたアイデアを思い出す→そのアイデアに似

たアイデアを思い出す→...といったように、似た

もののリンクを順番にたどっていくことによって、

直接思い出すことのできない情報に到達することが

可能である。 

・インターネットの情報視覚化システム 

 インターネット上には沢山の数値情報があふれて

いる。株価や為替のように、数値の変動がグラフと

して提供されているものもあるが、ほとんどの数値

情報に関しては、ある時点における何らかの値が提

供されているだけであり、時間的な変化をグラフと

して閲覧することはできない。時間的にに変化する

情報を把握するため、時間的に変化していくインタ

ーネット上の数値情報を蓄積し視覚化するツール



研 究 

(272) 

Mingplot を開発した。 

 たとえばあるキーワードに関する Googole のヒ

ット数をプロットすると、そのキーワードの人気が

時間とともにどのように変化したかを調べることが

できるし、Amazon のようなシステムで価格をプロ

ットすると、商品の価格変動を知ることができる。

MingPlot は Web サービスと情報視覚化の も単純

な例のひとつと考えられるが、情報検索やデータマ

イニングのための視覚化手法の研究を行なっていく

予定である。 

・インターネット上のマルチメディア情報交換システ

ム 

 インターネット上の情報交換手段として、複数メ

ンバでメッセージを共有するメーリングリストと書

込み可能な Web ページをメンバ間で共有する Wiki 
Wiki Web が近年広く使われるようになってきてい

るが、それぞれ利点と欠点を持っており、ひとつの

システムであらゆる目的に使うことは難しい。これ

らの利点を生かしつつ、かつ動画のようなマルチメ

ディア情報も共有したり編集したりできるようにし

た quikWiki システムを開発した。グループで情報

交換をしたいと考えた人が quikWiki にメールを送

ると、QuickML と同様に自動的にメーリングリス

トが生成されるのに加え、グループのメンバが自由

に使える Wiki Wiki Web のサイトが同時に生成さ

れる。グループのメンバは目的に応じてメーリング

リストと Wiki を使いわけることができる。また、

quikWiki 上では動画のようなマルチメディア情報

を編集しながら公開することも可能性になっている。 

・手軽で安全なメールシステム 

 メールはインフラとして定着したが、多くのパソ

コンやほとんどの小型端末でく使われている POP
プロトコルは安全ではないし、複数の端末でメール

を共有することが難しい。POP のかわりに IMAP
プロトコルを使うと、サーバ上にメールを保存する

ことができるし、認証も POP よりは強力なので便

利であるが、プロトコルが複雑であるなどの理由に

より小型機器では IMAP プロトコルはほとんど使

われていないのが実情である。 
 このような問題を解決する MobileIMAP システ

ムを開発した。MobileIMAP システムを用いると

一般的な Web ブラウザ経由で IMAP サーバにアク

セスすることができるため、ブラウザ機能を持つ携

帯電話や PDA から簡単に IMAP を使ってメールを

やりとりすることができるようになる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］情報流、ユビキタス 

 

［テーマ題目４］情報処理基盤研究 

［研究代表者］大蒔 和仁（情報処理研究部門長） 

［研究担当者］磯部 祥尚、大澤 一郎、大谷木重夫、 

岡田 康治、小方 一郎、佐藤 豊、 

須崎 有康、戸田 賢二、丹羽 竜哉、 

平野 聡、海老原一郎、関山 守、 

大川 猛、飯島 賢吾、中島 俊夫、 

片下 敏宏、堀 洋平 

（職員14名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 ネットワーク基盤ソフトウェアおよび計算機の基礎理

論研究を遂行している。個人の力量で自由な発想で基盤

ソフトウェアおよび理論研究を行う。しかし、成果とし

ては基盤ソフトウェアにおいては実際に広く世界で使わ

れるものになっているかどうか、また理論研究において

は著名な学会誌に掲載されるかどうか、を目的達成の評

価尺度とする。 

「多目的応用プロトコル中継システム「DeleGate」
の開発と普及」 

 インターネットのセキュリティや応用間の相互接

続性を支える基盤的ソフトウェアの技術をわが国と

して維持し、国内外に発信し続けることを目標とし

て「DeleGate」の開発を行っている。極めて汎用

のプロキシサーバであるとともに、他の同種ソフト

ウェアには無い独自の機能を多く持ち、わが国で開

発されて世界的に広く利用されている数少ない基盤

ソフトウェアである（海外17,000サイト/149ヶ国、

国内10,600サイト）。主にセキュリティの観点から

の仕様変更とデフォルト設定の変更、脆弱性の修正、

移植性の向上、認証機能の拡充などを行なった。こ

の間の改訂版の公開は40回を越え、利用サイトは

3,100サイト（うち海外2,400サイト）増加した。 

「ネットワーク・コンピューティングのフレームワー

ク・ソフトウェア HORB」 

 情報ネットワークを実現するソフトウェアの生産

性と信頼性向上のために分散オブジェクト指向によ

るネットワーク・ソフトウェア開発のための基盤の

整備が進んでいる。我々が開発している HORB は

様々な機種のコンピュータをネットワーク上で結合

し、分散オブジェクト・プログラミングを可能にす

るソフトウェアとして世界で初めて実用化に成功し、

オープンソース・ソフトウェアとして多数の製品に

利用されてきた。 

 現在、成果の技術移転フェーズと次の課題の研究

開発フェーズがオーバーラップした地点にある。技

術移転フェーズとしてはオープンソース・ライセン

スによる無償提供と並行して TLO からの有償ライ

センスの提供を行うことにより、これまでの研究成

果が産業界において有効に活用されるよう普及活動

を行っている。研究開発フェーズとしては、組込み

機器のネットワーク機能が鍵であり、HORB もこ

れを睨んだ研究開発を行う。既に携帯電話用の
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iHORB を販売するベンチャー企業が設立されてい

る。さらに HORB は「C/C++あるいは Java によ

る組込み機器と携帯電話、C#によるデスクトップ、

Java によるエンタープライズを接続する 良の手

段」を目指して、Web Services や.NET などを超

える技術・製品を目標とする。 

 Google での検索では HORB は60,600ページにヒ

ットし、日本語に限ると3,400ページにヒットした。

HORB の公開サイトのアクセス統計では、2003年

の7月の一ヶ月間に約35,000人の訪問者があり、そ

のうち約10,000人は海外からのアクセスである。 

 特記すべき事項として、主任研究員平野聡と

HORB Open ユーザーグループ運営委員会に日本

経済団体連合会会長賞が授与された。 

「オープンソースソフトウェアを手軽に試せる環境構

築」 

 昨年公開した CD ブータブル Linux は多くの雑

誌に取り上げられ Linux User ではかなり知られる

ようになった。また、Windows 環境を変えない

Linux ディストリビューションとして一般ユーザに

も浸透を進めている。これを更に推し進めるため、

WAN 環境のネットワークでブートできる環境を構

築する。これはまだ世界でまだ実現されておらず、

利用価値もある研究と自負している。この構築にあ

たっては世界的規模で開発を連携して行なう。特に

KNOPPIX の開発メンバーと連携して行なう。さ

らに WAN 環境のネットワークでブートできる

Linux 環境を構築する。この実験環境としては岐阜

県のソフトピアの情報ハイウェイを利用し、岐阜高

専等に利用していただく計画である。また、企業

（アルファシステムズ）と協力して、大学（東北学

院大学）の教育ソフトウェアを KNOPPIX で提供

している。 
「理論研究」 

 実際の並行システムを検証可能なツールの開発方

法を研究する。本検証ツールは繰り返し動作の解釈

に CMS(Complete Metric Space)と PS(Product 
space)の理論を用いており、システムが無限状態

をもつ場合でも動作が一意に定まる特徴をもつ。

CMS をもとにした並行システム検証ツールは他に

なく、実際のシステムへの適用が期待できる。 

 プログラミング言語には必須の機能である大域脱

出・エラー処理などの機能を、古典論理の証明図の

変形という立場から理論的な基礎を与える研究を行

っている。この研究は理論と実際のプログラミング

言語の橋渡しをする役割を持つ。このテーマは理論

だけでなく、工学的観点からも非常に重要なもので

ある。CSL のような国際的に評価の高い国際会議

に採録されている。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］情報処理基盤研究 

 

⑩【知能システム研究部門】 
（Intelligent Systems Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：谷江 和雄 

副研究部門長：平井 成興、小鍜治 繁 

総括研究員：坂上 勝彦 

 

所在地：つくば中央第2、東事業所 

人 員：72（70）名 

経 費：781,225千円（564,589千円） 

 

概 要 

１．研究ユニットのミッション 

 計算機基盤（IT インフラ）と人間（ユーザ）や

実世界（実環境）との接点にあって、人間の行う

様々な知的活動や作業を支援あるいは代行する、知

能情報処理やロボティクス・メカトロニクス技術を

利用した種々のシステムの実現を目指す研究を知能

システム技術と位置づけ、情報技術（IT）と物流

の調和のとれた社会の構築と新産業創出を視野に入

れつつ、その基礎原理、要素技術、システム化技術

の研究開発を行う。 

２．研究の概要 

(1) 知的インタフェースの研究開発 

 人がより自然に複雑な情報を取得すること、

および機械システムやロボットがより親和性高

く人と相互作用することを可能にする技術の確

立を目指し、画像、音声、触覚等の認識・理解、

推論・学習等を用いた、情報システム側が人の

意図を読み取り人に合わせることができる知的

なヒューマンインタフェース技術、人との情緒

的コミュニケーションを可能にする人間共存型

ロボットの要素技術、応用技術を研究している。 

(2) 行動知能の研究開発 

 人の作業知能を情報システムにインプリメン

トし、プラント点検・保守等の産業的応用や生

活支援ロボットなどの知的な作業支援システム

を構築するためのタスク・インテリジェンス技

術、および作業に必要な環境情報獲得手段とし

てとくに汎用性に優れている3次元視覚システム

VVV（Versatile Volumetric Vision）の基盤技術

の高度化と応用開発のための研究を進めている。 

(3) 社会支援知能システムに関する研究 

 社会において人が安全に安心して生活するた

めに必要なサービスを提供することをめざし、

高度道路交通システム（ITS）の研究開発、およ

びフィールドロボティクス技術の研究開発を推
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進している。具体的には、前者において、車両

制御、IT 技術を活用した交通情報提供、通信技

術を援用した安全走行技術の究極を追求すると

ともに、後者においては、屋外作業ロボットの

基礎技術と、それをベースにした災害対応技術、

人道的対人地雷撤去技術を研究している。 

(4) 知能メカニズムに関する研究 

 人あるいは動物が持つ技能を解明して工学的

に実現する方法や、マイクロ物体の操作技術

（マイクロ技能）、生物が持つ分散型システムを

工学的に実現して利用する方法等についての基

礎から応用まで、新しい知能システムの実現方

法と応用分野開拓を目指した研究開発を進めて

いる。 

(5) ヒューマノイドに関する研究 

 ヒューマノイドロボティクスに関する基盤的、

応用的研究を推進している。基盤研究として、

ヒューマノイドプラットフォームを研究インフ

ラとして社会に提供することを目指し、ヒュー

マノイドロボットのハードウェアの共同開発、

シミュレータ及び全身運動制御系を中心とした

ソフトウェアの開発を行っている、また、応用

研究として、プラントメンテナンス、対人サー

ビス、施設内警備、移動作業機械運転など、人

の形が特徴的に活用できる応用分野の発掘とこ

れらの分野でのヒューマノイド利用技術の研究

を進めている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「人間支

援のための分散リアルタイムネットワーク基盤技術の研

究 分散リアルタイムネットワーク基礎技術の研究 分

散センサ／アクチュエーター・ネットワークの研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「原子力ロボットの

実環境技能蓄積技術に関する研究」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「ロボット群と保全

知識ベースの協調によるプラント点検・提示システムの

研究開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）3D-
FAX の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ブーリアンカーネルを

用いたブール関数の帰納学習」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「人の技能

を実現する遠隔操作システムの開発」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「モジュー

ル型ロボットの分散的移動制御手法」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

「21世紀ロボットチャレンジプログラム／ロボットの開

発基盤となるソフトウェア上の基盤整備」 

 

発 表：誌上発表132（119）件、口頭発表237（75）件、

その他13件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］知的インタフェースの研究開発 

［研究代表者］坂上 勝彦（知能システム研究部門） 

［研究担当者］坂上 勝彦（職員20名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的・目標 

 情報システムが人間の表現を読みとり人間に合わ

せることのできる、次世代の知的なヒューマンイン

タフェース技術を研究する。これにより、これまで

にない方法で情報システムにアクセスすることがで

き、高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるよう

になるための技術の確立を目指す。そのために、学

術的に他の追随を許さない独創的な研究とその実用

化を目指す社会的貢献の両面からバランス良い研究

を行う。それを示す評価軸として、企業連携、知的

財産、共同研究、外部資金獲得、成果普及活動など

の活動の集積として、成果を実用化に向けて完結さ

せる活動の実績と、国内外での高レベルな学会発表

実績の両面のバランスをアピールしたい。 

２．研究計画 

 ユビキタスステレオビジョン（USV）の処理速

度、精度向上を引き続き行うとともに、より具体的

なアプリケーション上での実験と、学習・認識手法

の開発を行う。Weavy については、パーソナルポ

ジショニングシステム、ハンドジェスチャシステム

等の機能の実用化と改良を進め、同時にセンサの高

度化を図る。複数のメンタルコミットロボットを製

作し、医療機関、高齢者向け施設、個人などを対象

として、長期間の共生実験を始める。没入型3次元

ディスプレイの高精彩化と3次元コンテンツ操作ツ

ールの改良、およびコンテンツ開発のための形状計

測技術の開発を行う。音声聴覚及び分類学習に関す

る研究では、これまで蓄積した基礎的な成果の実応

用への適用を開始する。 

３．進捗状況 

 ・空間3D 

－ユビキタスステレオビジョン（USV）では、室内

での位置に依存しない基本姿勢並びに腕さし認識を
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判定時間1秒以内認識精度95%で実現し、顔による

個人識別も実装した。また屋外多人数の3D 動きデ

ータを12f/s で取得し、動線抽出手法を提案した。

応用分野ごとに企業との連携を進めている。 

－企業への全焦点顕微鏡に関する技術移転を行い、平

成15年度に製品販売を開始した。また、全焦点画像

生成アルゴリズムのプログラムライセンス契約を行

った。 

－没入型ディスプレイでは、移動型投影モジュールの

分散配置によって高精彩化を図り、提示された3次

元空間中におけるユーザーに対し、視点トラッキン

グとイメージ生成を30分の1秒以内で連続的に行い

ながら、情報提示を可能とした。ステレオカメラに

よる動作主の動きと位置にもとづいて適切に発話を

検出する機能を組み入れた。航空測量事業を展開す

る企業と秘密保持契約を結び、測量データから都市

の3次元形状を効率よく生成する方法について検討

を行っている。 

－3D 形状モデル化では、光造形装置等での実応用に

必須な、3D 情報欠損部補完手法を開発し、光造形

装置開発企業等との連携による多様なデータへの適

用を試みた。 

・ウェアラブルビジュアルインタフェース 

昨年度企業にライセンシングしたパーソナルポジシ

ョニング、ハンドジェスチャインタフェースについ

て企業との共同研究により実用化にむけた開発を継

続している。今年度、製品化第1弾をリリースする。

パーソナルポジショニングについては、歩行、階段

昇降、エレベータ搭乗の動作認識において85-95%
の精度を得た。歩行計測精度は、現状、30m の歩

行で1m 前後の誤差があるが、画像による位置補正

やマップマッチングなどとの併用により、3階と1階

との往復（階段、エレベータを利用）を含む90m
の行程での誤差は1m 前後であった。Weavy 技術を

コアとした遠隔コミュニケーション支援に関する研

究を開始し、WACL を提案した。 

・環境低依存型音声処理技術 

－独自の音声符号系に基づく処理手法において、自動

抽出した基本セグメント単位を音韻的単位に近づけ

る手法を開発した。音声検索において、対象データ

の規模を約4倍に拡張し、処理速度で約15倍の効率

化を実現するとともに、モデルの認識精度を約70%
改善した。さらに対象言語を韓国語にも拡張するた

めのデータ整備を進めている。 

－雑音環境下での音声認識において、昨年度に音響モ

デルの分散のオンライン適応法を構築したのに続き、

今年度は定常・非定常共にロバストな特徴補正手法

を開発した。従来法である GMM と比較して、定

常雑音で同程度、非定常雑音では86%の認識率を

95%に改善した。さらに、複数マイクを用いた音源

分離技術に関して、同レベルで同時発生した2音源

を2個のマイクで録音したときに、10dB 以上の精

度で分離を実現した。 

－ケンウッドとの共同研究において、高品質の音声合

成方式を開発した。収録した本人の肉声を再現でき

るため、広範囲の応用に向けた実用化を進めている。 

・分類学習 

ブーリアンカーネルを用いたブール関数の学習手法

と、学習されたブール関数を、ブーリアンカーネル

を用いて分析する手法に関し、新たな分析手法とし

て、分類に寄与しない変数をブーリアンカーネルを

用いて取り除く特徴選択法を開発した。そして、人

工的なデータを用いた計算機実験により、既存の手

法よりも高性能であることを確認した。さらに、実

データとして、テキスト分類のベンチマークである、

ロイターニュース記事データセットの一部に対して、

これまでに開発した分類学習システムを適用してみ

た結果、既存手法よりも 大で9.8%、平均で4.6%
高いスコアを達成した。システムの高速化をさらに

図り、ロイターデータセット全体、そして、その他

のベンチマークデータセットに適用する。大学との

共同研究により本手法の実応用へ向けて外部連携を

開始した。 

・メンタルコミットロボット 

8月末現在、介護老人保健施設での長期間の共生実

験を開始した。10月以降に、日本国内では、八王子

小児病院、清瀬小児病院で、海外では、ワシントン

DC 郊外の高齢者向けケアセンター（全米 大のサ

ンライズグループの施設）、およびストックホルム

のカロリンスカ病院小児病棟（カロリンスカ医科大

学はノーベル賞生理・医学部門の審査機関として著

名）での実験を開始する予定。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］3D 映像情報処理・ユビキタス視覚・音

声情報処理・メンタルコミットロボッ

ト・ウェアラブルビジュアルインタフェ

ース・分類学習 

 

［テーマ題目２］行動知能の研究開発 

［研究代表者］平井 成興（知能システム研究部門） 

［研究担当者］末廣 尚士、富田 文明 

（職員22名、他26名） 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的・目標 

 行動知能とは、実環境の情報を知能的に獲得し、

また、それら情報に基づいて知的に作業を行う知能

システムの実現に関わる技術であり、本研究ではそ

の体系的な追求を進めている。具体的には、１）人

の作業知能を情報システムにインプリメントし、プ

ラント点検・保守等の産業的応用や生活支援ロボッ
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トなどの知的な作業支援システムを構築するための

タスク・インテリジェンス技術の確立を目標とする。

２）3次元視覚システム VVV（Versatile Volumetric 
Vision）を採り上げ、基盤技術の高度化と応用開発

のための研究を行い、各種産業における実用化技術

を確立する。この VVV はシンクタンクによる市場

性調査により、現時点では3次元視覚システムの中

では競合するシステムは他にないという評価を得て

いる。 

２．研究計画 

 RT ミドルウェア研究開発に関しては、前年度の

検討に基づき、具体的な RT 要素モジュールの開発

に着手する。 

 プラント点検ロボットシステムに関しては、 終

年度として総合評価実験を行う。 

 プラント保守ロボットシステムに関しては、目標

とする作業ベンチマークの検討ならびに作業技能の

蓄積・再利用統合システムの設計に着手する。 

 これら作業技能に共通する技術として、対人親和

性の高い作業教示手法の研究を進める。 

 3次元視覚機能に関しては、マルチカメラシステ

ムによる3次元形状計測を人体形状および動作の獲

得に適用し、精度の評価を行う。 

 また、移動撮影における遠方物体を対象とした距

離計測の誤差評価を行い、高精度な手法を開発する。 

３．進捗状況 

 RT ミドルウェアの基本機能に関する研究開発に

おいては、以下の項目の研究開発を行う。 

・RT 基本要素のモジュール化 

前年度の検討に基づき力センサ、ビジョン、ロボッ

トアームなどの典型的な RT 基本要素のモジュール

化の形態を分類し、必要な RT ミドルウェアの基本

機能（RT 基本要素のモジュール化支援機能）の開

発に着手した。 

・RT 協調要素のモジュール化 

 前年度の検討に基づき RT 要素の内、サーボ制御、

スキル制御などの典型的な RT 協調要素のモジュー

ル化の形態を分類し、必要な RT ミドルウェアの基

本機能の開発に着手した。 

・基本機能実証システム上での RT 基本機能の検証 
基本機能実証システムの上で RT 基本要素、RT 協

調要素の各々の典型例を取り上げ、モジュールの試

作を進めている。 

プラント点検･提示システムの研究開発においては、

これまでに開発してきた、環境の変化やセンシング

目的に応じて効率良く点検情報を収集するための注

意制御技術、収集した点検情報の時空間的な整合性

を保つための変動除去技術、時空間的に広がった膨

大な点検情報をコンパクトに蓄積するための3次元

投射技術、の3つを統合した環境サーバーを中心と

して、複数エージェント（点検ロボット、運転シス

テム、保全システム、オペレータなど）の協調によ

る、環境情報の蓄積と、その情報の効果的な参照に

ついての実験を進めている。また開発した技術の有

用性についての評価システムを構築した。さらに、

理研が担当する情報場構築技術、海技研が担当する

情報場提示技術を環境サーバーを核として連携させ、

統合的な評価実験とデモンストレーションを行った。 

原子力ロボットの実環境技能蓄積技術に関する研究

においては、従来の研究で用いた実験設備を再利用

し簡易作業実行装置として統合した。これに人間の

操作情報を入力したり人間へ作業中の力感覚を提示

することが可能な操作入出力装置基本部を接続し、

人間の技能の抽出実験のためのシステムを構築した。

また作業教示手法開発として、簡易作業実行装置と

操作入出力装置を統合したシステムを用いて遠隔作

業実験を行う中で作業教示手法の検討を行った。 

3次元視覚機能に関しては、基本となる特徴抽出手

法として陰影エッジ検出法を考案し、アルゴリズム

開発を行った。これにより、従来から使われている

2値的境界線抽出に、テクスチャ抽出と本手法を加

え、画像中の主要な3種の特徴処理を全て完備した

ステレオシステムを完成した。これら高度化された

基本技術はさらに企業と組んだ実応用システムに展

開しつつその実用的な高度化を進めている。具体的

には、マルチカメラシステムの開発においては、胸

像作成システムや防犯への応用が期待される人体形

状構築システム、移動撮影における遠方物体を対象

とした距離計測技術に関しては、空中撮影シミュレ

ーションシステムの開発などである。また、ヒュー

マノイドロボット用ビジョンの機能拡張、はじめ所

内の他のグループによる応用連携も多数すすめてい

る。 

操作対象物に取り付けた IC タグに、マニピュレー

タによる操作知識を分散的に持たせることで、ロボ

ットの作業性を高めた「TAG ベーストマニピュレ

ーション」を考案し、特許の出願、プロトタイプシ

ステムの構築を進めている。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］3次元視覚システム、RT ミドルウェア、

TAG ベーストマニピュレーション 

 

［テーマ題目３］社会支援知能システム 

［研究代表者］小鍜治 繁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小森谷 清、津川 定之 

（職員14名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的・目標 

 社会において人が安全に安心して生活するために

必要なサービスを提供する。この目的のため、交通、
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輸送、通信支援、災害対応技術などでの技術基盤強

化・産業創生を目指す。実験室で開発されてきた

RT（ロボット技術）が必要とされる場所、特に野

外で普及することを目指し、十分な頑健性、環境認

識能力、自立性を実現していく。 

＊LTA 

成層圏に情報通信の中継などに利用できる浮遊基地

を実現するための LTA を設計試作し、成層圏滞空

実験に向けて研究をすすめている。世界に先駆けて

成層圏に実験機を送り込むなど、実証実験レベルで

世界 先端に位置する。 

＊ITS 
自動車走行制御技術において国際的にトップレベル

の技術を維持している。「ドライバ適応型運転支

援」のコンセプトを世界に先駆けて提案し、先導的

な展開を行っている。車車間通信を活用して収集し

た情報で運転支援を行うのは他に例の無い独自開発

技術である。 

＊フィールド 

野外環境改変、空中情報収集、不整地移動など整備

されていない環境下での活動・情報収集の基盤を開

拓する。人道的地雷除去技術など政府方針に協力し

て活動を進めている。この分野では9/11をきっかけ

に国際的に多数の機関が研究を展開している。 

［評価軸］ 

 いずれも目標に対して具体的な現実解を示し、屋外で

の実験を通じて頑健な技術を蓄積してきている。「安全

安心な社会生活への貢献」 

２．研究計画 

・産総研コンソーシアム「ALTAC」を引き続き運営

し、先進飛行船の応用分野の開拓を図る。NEDO
プロジェクトにおいて、無人動力気球による世界初

の成層圏定点滞空飛行を目指す。 

・地域新生コンソーシアムにおいて参加各社の開発し

たデバイスを試作車に搭載し、総合実験を行って各

デバイスおよびシステムとしての評価を行う。

NEDO プロジェクトにおいて車車間通信を活用し

た高齢者の運転支援に関する手法の開発を実車実験

により進める。 

・屋外不定形物体操作技術についてはこれまでに開発

した環境計測手法が天候などの変化によらず有効に

利用できることを検証する。パケット動作の性能を

モデルに基づいて解析する。人道的対人地雷撤去技

術においては、低圧タイヤを用いた時の接地圧分布

を計測し、またタイヤの半径程度の凹凸地走行性能

を目指す。自律型無人ヘリコプターに関連しては姿

勢制御システムを開発して飛行の基盤を確立し、野

外飛行、定点ホバリングを安定に実現する。 

・屋外作業で必要とされるロバスト性を持った技術に

ついてシーズ・ニーズの探索を行う。 

３．進捗状況 

＊LTA 
機体設計、滞空性能の実現、地上発進技術など総合

的なシステム検証を目的として第1回の成層圏動力

飛行実験を平成15年9月に行った。上昇速度など一

部の未達成項目のため成層圏高度には至らなかった

が、上空での滞空姿勢の実現、推進器の始動などを

行った。これらは平成16年の第2回実験計画に反映

の予定。 

＊ITS 
ドライバ適応型運転支援において計測・ヒューマン

インタフェース・制御・通信技術の開発を進め実車

に搭載した。地域新生コンソーシアム（ITS ビュ－

エイド）総合実験を行い、開発されたセンシング、

表示技術の有効性を明確にした。高齢者が安全に運

転できる環境を実現するために、全方位追従走行や

狭隘路走行などを実現できるセンシング技術・運転

支援手法を開発した。 

＊フィールド 

不定形物体操作技術では計測手法の耐天候性等シス

テム的完成度を高め、実機に搭載する方向で改善点

をまとめた。低圧タイヤ方式による不整地移動の評

価と試作機による移動性能の実証を行った。無人飛

行体に三次元視覚システムを搭載し空中からの3次

元地形計測を実現した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］地雷除去・高齢者運転支援・ドライバア

ダブティブ支援・成層圏飛行船・自律型

無人ヘリコプター・不定形物体操作 

 

［テーマ題目４］知能メカニズム 

［研究代表者］小鍜治 繁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］黒河 治久（職員11名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的・目標 

 人が安全に安心して利用できるサービスを実現す

るために、人や動物の技能を解明して工学的に実現

する方法、生体の持つ分散的な処理形態を工学的に

実現して利用する方法等について研究し、自律性を

持った知能システムを開発する。 

＊モジュール型ロボット 

生体の自己組織／自己修復機能などの実現を可能に

するモジュール構造を持ったシステムとして、形態

と運動の生成では世界の先端に位置。 

＊マイクロハンド＋全焦点 

超微小スケールにまでマニピュレーション能力を拡

張し、画像認識能力については全焦点画像システム

と融合、世界的に例を見ない微小物体自動操作シス

テムに発展。 

＊スピニング 
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RT（ロボット技術）は産業に有用であるべきとの

主張を熟練加工の代表的プロセスであるスピニング

加工に適用。RT の蓄積がどこまで熟練技術に迫れ

るかの実証的研究を進める。ロボット技術・金属塑

性加工の融合の試みで世界的にも例はない。 

［評価軸］ 

「自在な発想に基づく機械・情報技術が一体化されたシ

ステムの構築」 

２．研究計画 

・蛋白質結晶の操作システムの自動化を進める。透明

結晶体に適合した全焦点画像システムの出力を処理

して立体情報を生成し、これに基づいてマイクロハ

ンドの駆動、把持を計画するアルゴリズムを開発す

る。光ファイバーを加工し、10nN 以下の分解能を

持つマイクロハンド用力センサを製作する。 

・自己組織型ロボットのモジュールにセンサ機能を追

加してセンサモジュールを製作する。センサモジュ

ールを利用した構造生成手法、運動制御手法を開発

する。モジュールの通信機能を改良して運動機能の

ロバスト性の向上を図る。 

３．進捗状況 

＊モジュール型ロボット［実時間適応］ 

モジュールの情報系の処理機能・通信機能を向上さ

せた。またセンサ搭載も実現し、分散的自律運動を

可能とした。実時間での環境適応動作を実現。 

＊マイクロハンド＋全焦点［自動化オペレーション］ 

これまで開発を進めてきた全焦点顕微鏡システムと

マイクロハンドを融合し、たんぱく質解析自動化

（高エネ研との共同研究）のためのマイクロ自動操

作システムを開発。 

＊スピニング［RT の実用化］ 

アルミ材と円錐マンドレルにより加工特性データを

蓄積中。位置・力ハイブリッド制御によりしごきス

ピニング加工を行った。非回転体形状の成形を実現。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］モジュール型ロボット、マイクロハン 

ド、全焦点視覚、スピニング加工 

 

［テーマ題目５］ヒューマノイドに関する研究 

［研究代表者］比留川博久（知能システム研究部門） 

［研究担当者］比留川博久（職員7名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的・目標 

（長期） 

 実験室ではなく実際の現場で働けるヒューマノイ

ドロボットを実現することにより、2010年までに年

間100台のヒューマノイドロボットの市場創生を目

指す。 

（中期） 

 ヒューマノイドロボティクスに関する基盤研究・

工学的研究を行う。基盤研究としては、ヒューマノ

イドロボティクスに関する先進的な理論・アルゴリ

ズムを提案し、学術的に貢献する。工学的研究とし

ては、ヒューマノイドロボットのハードウェアの共

同開発、シミュレータ及び全身運動制御系を中心と

したソフトウェアの開発成果を、研究インフラとし

て社会に提供していくことを目指す。 

２．研究計画 

 NEDO 基盤捉テーマとして、ヒューマノイドロ

ボットの滑り易い路面上の歩行および腕と脚を併用

した作業の研究を行う。産総研分野別重点課題テー

マとしてヒューマノイドロボットの狭隘部潜り抜け

動作を研究する。運営費交付金テーマとして、転倒

制御、遠隔操作の研究を行う。また、基礎的テーマ

として、走行ロボットの研究を行う。 

 その他、川田工業株式会社との共同研究として、

防塵防滴処理が施されバッテリで長時間稼動するヒ

ューマノイド（開発名 HRP-3）の仕様設計を行う。 

３．進捗状況 

(1) NEDO 基盤捉テーマ、(2) 産総研分野別重点

課題テーマ、(3) 部門内基礎テーマの3課題を実施。 

(1)では、 

・ヒューマノイドロボットの滑り易い路面上の歩

行および腕と脚を併用した作業の実現 

(2) では、 

・環境モデルが与えられたとき、 適な移動方法

を計画する方法のシミュレーションおよび実機

ヒューマノイドロボットによる狭隘部潜り抜け

動作の実現 

(3) では、 

・HRP-2P を用いた前方転倒制御の実現 

・HRP-2の全身遠隔操作の実現 

・脚モジュールを用いた時速2km の走行の実現 

・防塵防滴処理が施されバッテリで長時間稼動す

るヒューマノイド（開発名 HRP-3）の仕様設計

（川田工業との共同研究）。 

を目標として研究を推進し、以下の進捗、成果

を得た。 

NEDO 基盤捉テーマについては、滑りを生じに

くい歩行パターン生成法考案、また、腕と脚を

併用した作業の一部を実現した。 

分野別重点課題テーマでは、狭隘部潜り抜け動

作をシミュレーションレベルで実現した。 

部門内基礎テーマでは、後方転倒の場合の転倒

制御を実現するとともに、HRP-2遠隔操作に関

して、通信方式の検討完了、さらに、脚モジュ

ールを用いたその場ジャンプを実現した。また、

HRP-3の仕様設計に着手した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ヒューマノイドロボット・二足歩行・転
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倒制御 

 

⑪【エレクトロニクス研究部門】 
（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：伊藤 順司 

副研究部門長：鈴木 英一、安藤 功兒 

総括研究員：鈴木 英一、安藤 功兒 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：60（58）名 

経 費：1,189,168千円（832,244千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 IT 社会の基盤となる情報処理デバイス（演算、

記憶、増幅、伝達、変換・検出、表示）技術につい

て、新電子現象・材料の発見・解明から個別デバイ

ス、さらには応用システムへの一貫した研究を展開

することにより、技術革新の原動力となる多様なシ

ーズの創出や技術の高度化を実現し、産業・社会の

持続的発展に貢献する。 

２．研究概要 

 上記ミッションを達成するため、大きく(1) 革新

的技術シーズの創出を目指した新電子現象・材料の

探索・解明・制御に関するシーズ創出型研究と、

(2) それらの成果を具体的デバイスに応用すること

で産業ニーズに応えるニーズ重点型研究とを両輪と

して行う。 

 二つの研究カテゴリーの概要は以下の通り。 

［シーズ創出型研究］ 

(1) スピントロニクスの研究 

 電荷、スピン、フォトンの相互作用に基づく

新現象・機能の解明および超低消費電力不揮発

性メモリ（MRAM）や高速ネットワーク用スピ

ン光素子への応用、さらには量子情報処理デバ

イスなどへの応用の研究を行う。 

(2) 超伝導現象、材料の研究 

 高温超伝導物質は今後とも大きな技術革新の

シーズとなる可能性があるが、その超伝導発現

機構は未だに解明されていない。ここでは、超

伝導理論、新物質探索・創成、物性解明と応用

の3つのアプローチで研究を推進する。 

(3) 新酸化物材料の研究 

 酸化物材料は金属や半導体にはない多様な機

能を発現する可能性を持っている。ここでは酸

化物新材料探索、薄膜形成初期過程制御を軸と

して、新電子材料開発とシースルー（透明）エ

レクトロニクスへの応用を目指した研究を行う。 

 ［ニーズ重点型研究］ 

(1) LSI 基盤技術の研究 

 ロードマップにおける45nm 世代（2010年）以

降の実用技術開発に資するため、新トランジス

タ構造、およびそれを集積化するための高誘電

率ゲート絶縁材料および電極材料をパッケージ

で研究する。 

(2) システムインテグレーション技術の研究 

 自発光型オンチップディスプレイを中核とし

た新しいウェアラブル／モバイルプラットホー

ムデバイスの先駆的開発および、オンチップの

高密度集積を実現する3次元実装（配線）の開発

を行う。 

(3) 超伝導デバイス技術の研究 

 超伝導デバイス集積技術を駆使して、ジョセ

フソン効果や磁束量子現象を応用した超高精度

計測デバイスを開発し、次世代の電気標準技術

を確立する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

財団等受託研究費／（独）科学技術振興機構（科学技術

振興事業団）「Cu 系超伝導材料、薄膜の高性能化」 

 

財団等受託研究費／（独）科学技術振興機構（科学技術

振興事業団）「固体中へのスピン注入による新機能創

製」 

 

財団等受託研究費／（独）科学技術振興機構（科学技術

振興事業団）「電子場デバイスの研究」 

 

エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業

省「超高密度電子 SI 技術の研究開発」 

 

大中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「大面

積レーザ蒸着技術」 

 

中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「高精度

冷却マニュピレータ製品化に関する研究」 

 

中小企業産業技術研究開発／経済産業省「次世代不揮発

メモリーデバイス製造のための MOCVD プロセス原料

の開発」 

 

中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「薄膜型

サーマルコンバータ素子の開発」 

 

中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「GHz
高速対応半導体 IC チップ検査装置の実用化研究」 
 

中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「具体的
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ニーズに基づいた高温用導電性ペースト実用化」 

 

中小企業産業技術研究開発委託費／経済産業省「感光性

ポリイミド層間絶縁層を用いた超伝導集積回路技術の開

発」 

 

地球環境遠隔探査技術等調査研究委託費／経済産業省

「低消費電力型サブミリ波分光放射計に関する研究」 

 

若手任期付研究員支援／文部科学省「高異方性ナノプロ

セスによる極微 MOSFET」 

 

若手任期付研究員支援／文部科学省「高速ネットワーク

のためのスピン光機能素子に関する研究」 

 

総務省「超ギガビット磁気メモリの基盤技術の開発」 

産業技術研究助成事業費助成金／（独）新エネルギー・ 

産業技術総合開発機構「ブロードバンドネットワークの

ための次世代磁気光学素子」 

 

産業技術研究助成事業費助成金／（独）新エネルギー・

産業技術総合開発機構「高異方性ナノプロセスを用いた

極微細ダブルゲート MOSFET の開発」 

 

産業技術研究助成事業費助成金／（独）新エネルギー・

産業技術総合開発機構「ナノ構造表面制御による長寿

命・低消費電力フィールドエミッションディスプレイ技

術の開発」 

 

産業技術研究助成事業費助成金／（独）新エネルギー・

産業技術総合開発機構「太陽光発電技術研究開発 革新

的次世代太陽光発電システム技術研究開発 シート型ベ

ータ鉄シリサイド太陽電池の製作に関する研究開発」 

 

産業技術研究助成事業費助成金／（独）新エネルギー・

産業技術総合開発機構「計量器校正情報システムの研究

開発」 

 

発 表：誌上発表191（171）件、口頭発表285（114）、

その他12件 

-------------------------------------------------------------------------- 
先端シリコンデバイスグループ 

（Silicon Nanoscale Devices Group） 
研究グループ長：鈴木 英一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 世界 薄13nm Fin 厚の Fin 型 XMOS(FXMOS) 
FET を試作し、優れた短チャネル効果抑止特性を実

証した。さらに、微細デバイスでは世界初の分離ゲー

ト4端子 FXMOSFET の試作に成功し、XMOS デバ

イス固有のしきい値電圧（Vth）制御機能を実証した。

縦型 XMOS（IMOS）デバイスについては、独自の

IBRE 法がイオン種によらないことを発見し、p チャ

ネル IMOSFET の試作に成功した。また、独自の超

臨界流体薄膜堆積の実績を積み上げるとともに、酸化

物 SrMoO3薄膜がゲート材料として機能する実験デー

タを初めて示した。SNDM により、微細な（30nm
程度）領域の不純物分布評価が可能であることを実証

した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

デバイス評価計測グループ 

（Analysis and Instrumentation Research Group） 
研究グループ長：岡山 重夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 アモルファスシリコンにおける含有水素の結合形態

の違いが光照射誘起構造揺動に与える影響を変調光分

光法で評価し、その成果を国際会議、Phys．Rev．
等で発表した。Ge を含むアモルファスシリコン合金

での測定から、結合水素近傍の構造揺動が、水素の結

合形態および特異なネットワーク構造に強く依存する

ことを示す結果を新たに得た。また、時間分解フォト

ルミネッセンス測定のための光学系と測定プログラム

を整備、調整した。 

 熱電発電材料 PrRuP12の金属－絶縁体転移近傍に

おける構造変化について、収束電子線回折（CBED）

を用いて解析した。異なる回折条件で得られた収束電

子回折図形と、仮定された結晶構造から理論的に求め

られる回折図形を比較することにより、結晶構造の空

間群を考察した。 

 SEM 分解能測定法の標準化研究については、FFT、
Young Fringe 法、自己相関法による分解能評価を試

み、課題を抽出した。また、高分解能評価用として、

簡便、かつ再現性が良い標準試料作製法を開発した。 

 

機能集積システムグループ 

（Microsystems Group） 
研究グループ長：伊藤 順司（兼任） 

（つくば中央第2） 

概 要 

 ポリシリコン・エミッタによる16x16画素の FED
を試作し、パッシブモードで画素点灯に成功した。単

結晶シリコンエミッタの長寿命化に成功し、これを電

子源として用いた CRT でモノクロ TV 動作を確認し

た。SMM 及び SNDM を用いた高分解能の電気特性

評価技術を開発した。ポリシリコンに代わるトランジ

スタ・ゲート材料として、仕事関数を広範囲で制御可

能と期待される Ni-Al 合金材料を選択し、膜作成を

開始した。p 型細線 FET と n 型細線 FET を作製し、
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外部結線により並列接続した回路形成し、その動作実

証に成功した。集積型 a-Si:H 蛍光検出素子を実装し

た電気泳動マイクロチップを用いて大腸菌及び

MRSA の検出・同定に成功した。集積型 a-Si:H 蛍光

検出素子を産総研で作製するためのプロセス立ち上げ

に着手した。環境半導体材料：ベータ鉄シリサイドを

用いた太陽電池作製の基盤技術である p 及び n 形伝

導形制御技術を開発した。 

 

高密度 SI 研究グループ 

（High Density Interconnection Research Group） 
研究グループ長：青柳 昌宏 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 情報通信におけるいっそうの多様化を実現するため、

情報処理ハードウエアの飛躍的な多機能化・システム

化を可能にする要素技術を確立する。集積回路のチッ

プレベルの高密度実装に関する要素技術を開発する。

特に、LSI チップ3次元実装に向けたミクロンレベル

微細配線による多層配線インターポーザ技術の開発を

中心に進める。これまでに、感光性ポリイミド絶縁層

と微細金属配線層からなる多層配線インターポーザ作

製プロセスの開発を行い、20ミクロンピッチの LSI
チップ接続に対応した多層配線インターポーザの試作

および内部伝送線路の特性評価に成功した。今後は、

インターポーザ作製プロセスの高度化、伝送速度10G
ビット／秒に対応した設計手法、伝送特性測定評価手

法、超微細ピッチ LSI チップ接続手法などの研究を

進める予定である。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

超伝導計測デバイスグループ 

（Superconducting Devices Group） 
研究グループ長：東海林 彰 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 我が国独自の電圧標準技術を確立することを目的と

して、液体ヘリウムを必要とせず、安価で、コンパク

トなプログラマブル・ジョセフソン電圧標準システム

を開発することをグループの 大の目標として位置づ

けている。この目標の実現に向けて、高い集積度（

大約30万個／チップ）を有する NbN/TiN/NbN ジョ

セフソン・アレーの作製技術の開発、ジョセフソン素

子に効率的にマイクロ波を供給するための導波路設計

技術、チップを冷凍機によって効率的に冷却するため

の実装技術の開発等を行っている。電圧標準システム

以外の研究としては、地球環境計測、電波天文学等へ

の応用を目的とした低消費電力型サブミリ波分光放射

計の研究とコンパクトな交流―直流変換標準システム

の実現を目的とした薄膜型サーマルコンバータ素子の

開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

磁束量子デバイスグループ 

（Flux-Quantum Devices Group） 
研究グループ長：前澤 正明 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 単一磁束量子回路を用いた高精度デジタル／アナロ

グ（D/A）変換器の開発：高精度 D/A 変換器の主要

構成要素である電圧増倍回路を設計・試作し、8ビッ

ト（255段）電圧増倍回路において 大出力電圧8mV
を得た。 

 

スピントロニクス研究グループ 

（Spintronics Research Group） 
研究グループ長：鈴木 義茂 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 携帯情報機器用不揮発性メモリ、ポスト DRAM 用

高集積メモリ、高速ネットワーク用スピン光通信機な

どにおいてキーテクノロジーとなる強磁性3端子トン

ネル素子、新強磁性半導体とこれを利用したヘテロ素

子、および導波路型光アイソレータ／光論理素子を開

発し、その原理を実証する。グループの H15年度の

研究目標として、量子サイズ効果を利用した強磁性ト

ンネル素子の開発、新しい磁性半導体の開発とその機

能の解明、および、低損失高変換効率の導波路型光ア

イソレータの開発。 

H15年度の具体的な研究目標 

 超 Gbit 級 MRAM などの新型スピン伝導素子を実

現するために、極薄強磁性電極を持つトンネル磁気抵

抗素子を作製し、下地金属とのバンドのつながりを制

御するとスピンに依存した電子の干渉効果が強く現れ

ることを示す。また、このことによってトンネル磁気

抵抗効果を制御する方法を得る。また、新規トンネル

素子の実現に向けて、トンネルバリア層の単結晶化と

二重バリアトンネル素子を実現する。さらに、三端子

素子の加工方法を検討する。MRAM の書き込み電力

低減のためにスピン注入磁化反転に必要な電流を現行

（約108A/cm2）の1/10とする技術を開発する。 

 超小型低価格高速ネットワーク用光アイソレーター

を実現するため、本年度は CdMnTe/GaAs 傾斜屈折

率導波路の TM-TE モード変換効率を90%以上とする

技術を開発する。半導体と強磁性体を接合した新しい

光アイソレータ／プログラマブルスピン光論理素子の

実現のためにリブ型の磁性半導体光導波路を作製する

とともに、強磁性金属／半導体へテロ成長を行う。半

導体のキャリア・スピンおよび光の相互作用を利用し
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た新機能デバイスの開拓をめざして、新強磁性半導体

の材料の合成を行う。具体的には、本グループが発見

した新強磁性半導体（ZnCr）Te のキャリヤ濃度を制

御し磁気相互作用に対するキャリアの役割を解明する

とともに10%以上の磁気抵抗変化率を得る。新希薄磁

性半導体 GaInCrAs を成長する。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

８、テーマ題目９、テーマ題目10 

 

量子凝縮物性グループ 

（Condensed Matter Physics Group） 
研究グループ長：柳澤 孝 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究目的は新量子現象の探索⋅解析および新機能高

性能材料の研究と開発である。 

 研究目標としては、多重極限環境下物性測定、並び

に独自の単結晶育成方法による実験的研究と理論的研

究、第一原理計算による物質設計とを融合させて、高

温超伝導メカニズムの解明、新量子臨界現象の探索お

よびこれらを基にした新高性能材料の開発がある。特

に、以下のことを研究目標とする。(1) 当グループで

はクーロン相互作用を起源とする超伝導相が存在する

ことを示してきたが、クーロン起源の超伝導を確立し

ていくために量子変分モンテカルロ等により相図を求

める。(2) 多重極限下での測定技術、極低酸素分圧下

での単結晶育成技術を確立する。(3)次世代の Si-LSI
テクノロジーへの応用を目的として、高電気伝導率酸

化物材料、純良シリコン単結晶等を育成する。高温酸

化物材料が様々な用途に応用できることを実証し、大

きなインパクトを与える。 

 特に、10のマイナス28乗の酸素分圧まで動作可能な

極低酸素分圧下単結晶育成装置を開発する。この装置

によりこれまで難合成とされた高電気伝導性酸化物や

シリコンの結晶を育成し、エレクトロニクス技術への

応用もめざす。 

研究テーマ：テーマ題目11、テーマ題目12、テーマ題目

13 

 

超伝導材料グループ 

（Superconducting Materials Group） 
研究グループ長：伊藤 順司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 多層型高温超伝導体の材料開発と物性の実験・理論、

応用研究を展開した。応用研究面では、移動体通信基

地局向けマイクロ波フィルター用の(Tlx、Cu1-x)Ba2 

Ca2Cu3Oy(Tl-1223)を使った、1インチ(LaAlO3)0.3 

(SrAl0.5Ta0.5O3)0.7 (LSAT) 基板上の両面薄膜作製

技術を完成した。この開発において、薄膜超伝導体の

新特性評価法として、「フィッシング法」を発明し、

これを駆使した。100K の動作温度を目指したフィル

ター回路の試作を開始した。 

 基礎研究面では、2-3ミリ程度の Tl-1223の単結晶

の育成に成功した。他の多層型高温超伝導体である頂

点 F 系、水銀系においても単結晶育成に取り組んだ。

複数の超伝導成分からなる多成分超伝導体 Cu-1234
において、成分ごとの本来の超伝導転移温度の制御を

個別に制御できることを NMR、ラマン分光、磁化特

性評価から示し、多層型高温超伝導体の科学を創始し

た。 

 

低温物理グループ 

（Low-temperature Physics Research Group） 
研究グループ長：柏谷 聡 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 近年発見された銅酸化物超伝導を含む新超伝導体に関

する結晶成長技術を高度発展させ、高度物性測定技術と

連携を取ることにより新超伝導体の物性を明らかにし、

銅酸化物超伝導の超伝導発現機構解明に資する。(1) 

FZ 法や高圧合成法を用い、100K 以上の Tc を有する T1
系、Hg 系、頂点フッ素系酸化物超伝導体、Bi 系単結晶

などを開発し、基礎物性評価を行う。ここで開発された

結晶作成技術を応用し、新超伝導体や新光学結晶、傾斜

組成型結晶の開発を行う。(2) X 線構造解析、光学伝導

度スペクトル、低温 STM 等の各種測定技術の高度化を

行い、これらの測定手法を用いて上記超伝導体等の Tc
を決定する要因等について系統的研究を行う。(3) 超伝

導トンネル接合の新しい可能性を開拓する。具体的には

スピン偏極トンネル接合を用いた新しい測定法、量子コ

ンピュータ、超伝導アンプ等に利用可能な磁性と超伝導

を融合した接合技術の開発を行い、接合系の輸送現象の

物理を明らかにする。 

 

機能性酸化物グループ 

（Oxide Electronics Research Group） 
研究グループ長：阪東 寛 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 シースルーエレクトロニクス技術の基盤確立をめざ

して、透明酸化物半導体薄膜により pn 接合を形成し、

その特性評価を通じて光起電力効果を検証すると同時

に、高導電性酸化物、透明酸化物半導体をはじめとす

る機能性酸化物の物質開発をすすめた。薄膜接合形成

にはレーザーアブレーション法を、物質開発における

単結晶育成にはフローティングゾーン法、物性発現機

構の解析には角度分解光電子分光法をはじめとする研

究手段を用いた。透明酸化物半導体からなる pn 接合

をガラス基板上に形成し、この接合が可視光を透過し
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青色および紫色光照射時に光起電力を発生することを

確認した。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目15、テーマ題目

16 

 

フロンティアデバイスグループ 

（Novel Electron Devices Group） 
研究グループ長：岡山 重夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 VLSI ロードマップ上では達成し得ないであろう革

新的な新機能デバイスを開発することを目標に、当グ

ループが保有する無機レジストプロセス技術を利用し

て、ナノメーター寸法の強磁性体単一電子デバイス構

造の作製技術を開発している。本年度は縦型スピン単

一電子トランジスタの全積層プロセスの開発と再現性

の向上を図り、15K においてゲート制御によるスイ

ッチング動作を確認した。この結果はナノ寸法領域の

スピンデバイス開発へとつながるものである。また磁

性金属多層膜をイオンミリングにより切出し、微細な

CPP-GMR あるいは TMR 素子を作製し特性評価を行

った。これは次世代の磁気ランダムアクセスメモリ

（MRAM）実用化のための重要技術となるものであ

る。 

 

エレクトロインフォマティクスグループ 

（Electroinformatics Group） 
研究グループ長：小池 汎平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エレクトロインフォマティクスグループは、エレク

トロニクス技術の提供するシーズと情報処理技術から

のニーズとを垂直統合的に分野融合させ、新たな付加

価値を有し、新規市場開拓が可能な未知の電子情報技

術の創出を目指して設立された研究グループである。 

 現在の研究テーマとして、産総研で開発された

XMOS トランジスタを軸として、関連した様々な技

術階層の研究開発を統合的に進めている。 

具体的な研究テーマとして： 

(1) XMOS トランジスタの回路シミュレーション用

デバイスモデルの研究、 

(2) XMOS トランジスタの特長を効果的に活用した

回路技術 XDXMOS（Cross Drive XMOS）の研究、 

(3) XMOS トランジスタのキラーアプリケーション

となる Flex Power FPGA の研究、 

が現在進行している。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目18 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］省エネルギーLSI システム技術開発 

［研究代表者名］伊藤 順司 

［研究担当者］鈴木 英一、金丸 正剛、田上 尚男、

石井 賢一、清水 貴思、柳 永勲、 

坂本 邦博、松川 貴、長尾 昌善 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 ディスプレイを中核とするマンマシンインターフェー

スデバイスの低消費電力化技術の開発が急がれている。

本研究では従来ディスプレイの1/10以下の自発光型オン

チップディスプレイを構築するための基盤技術を開発す

るとともに、表示する情報の処理回路とディスプレイ用

周辺回路での待機時電力1/10、動作時電力1/2を目指し

たダイナミックパワー制御型集積回路を構築するための

基盤技術を開発し、高度情報通信社会を省エネルギー型

社会で実現することを目標とする。 

【研究計画】 

 自発光型オンチップディスプレイ、ダイナミックパワ

ー制御型低消費電力集積回路を同一チップ上に混載する

ための基盤技術を開発し、プロトタイプチップでの実証

を行う。 

【年度進捗状況】 

 自発光型オンチップディスプレイ技術では、シリコン

エミッタと n-MOSFET 論理回路の混載作製プロセスを

用いてデータドライバと走査ドライバを内蔵した16×16

画素構成のディスプレイ用電子源を設計製作した。また、

HfC 被覆シリコンエミッタの開発により電子源動作の

実環境である真空封止管での長時間動作を可能にした。

さらに低温でのエミッタ先鋭化プロセスとしてアルゴン

イオンミリングプロセスを開発し、より集積度の高いダ

イナミックパワー制御型集積回路作製プロセスとエミッ

タ作製プロセスの整合性を向上させた。 

 ダイナミック制御低消費電力 LSI（大規模集積回路）

技術に関しては、産総研提案の XMOS（ダブルゲート

MOS）素子の二つのゲートを持つ構造に着目し、それ

らを独立させて機能させることに成功した。すなわち、

13nm 厚極薄 Fin 構造による分離ゲート XMOS の試作

と4端子動作に世界で初めて成功し、優れたサブスレッ

ショールド特性を保持したまま、しきい値電圧を自在に

制御できることを実証した。一方、SiO2が限界に達し

た後も等価的にスケーリングが可能な High-K 絶縁膜材

料を念頭に、新たな発想に基づく超臨界流体を用いた新

規薄膜堆積装置の試作を行い、LaZr 系酸化膜の堆積実

験に成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］オンチップディスプレイ 

 

［テーマ題目２］外部資金、超高密度電子 SI 技術の研

究開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

［研究担当者］青柳 昌宏、仲川 博、所 和彦、 

板谷 太郎、伊藤日出男、赤穂 博司、 
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佐藤 弘、小見山耕司 

［研 究 内 容］ 

 超高速性能を持つ超伝導デバイス、光デバイスなどを

用いた高密度実装構造に関する超高速特性評価技術の研

究開発を行うことを目的として、配線構造内のインピー

ダンス分布測定および接続部 LCR モデル化、信号伝搬

（波形劣化）特性および配線間クロストークの評価、周

波数特性上限100GHz 以上、高位置分解能1mm 以下な

どを評価技術の開発目標とし、また、光電気複合実装技

術に関連して、光アクティブインターポーザのための基

本デバイスに関する基礎的研究を進めることを目的とし

て、光アクティブインターポーザへの応用をめざして、

レーザビームの出射方向を制御電極により偏向できるビ

ーム偏向型面発光レーザ素子による光軸アライメント補

正機能を検証するとともに、ビーム偏向型面発光レーザ

素子を用いた高速信号伝送を可能とする光アクティブイ

ンターポーザ技術を開発することを目標とした。 

 3次元高密度集積化技術について、従来の半導体素子

では得られない超高速性能を持つ超伝導素子および光導

電素子を用いた高密度3次元実装構造の超高速特性に関

する評価技術の開発を進めるとともに、光電気複合実装

技術について、光アクティブインターポーザ用素子技術

の開発を進めた。 

 平成15年度は、昨年度までに開発を進めた Nb 系超伝

導素子を用いた超高速信号発生回路による超高速ステッ

プ信号を利用した時間領域反射（TDR）測定手法によ

り、6ps 立ち上がり高速信号による TDR 計測の評価検

証を達成した。また、室温で動作する非線形半導体線路

素子を用いた TDR 測定手法の開発を行い、9ps 立ち上

がり信号による TDR 計測の評価検証を達成した。また、

光電気複合実装技術に関連して、VCSEL アレイと光電

子受光素子による連携動作を利用した光演算回路への応

用技術開発を進めた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］3次元実装、光電気複合実装、超高速特

性、 

 

［テーマ題目３］外部資金、GHz 高速対応半導体 IC チ

ップ検査装置の実用化研究 

［研究代表者］所 和彦 

［研究担当者］青柳 昌宏、仲川 博 

［研 究 内 容］ 

 小型電子機器内における半導体 IC チップの搭載手法

については、FC（フリップチップ）実装と呼ばれる実

装技術が主流になりつつある。この技術では実装前に

IC チップの動作を検査して不良品を全て取除いておく

必要がある。しかし、現在のところ、半導体 IC チップ

の GHz 高速動作機能を検査できる実用的な検査装置が

存在せず、その開発が強く求められている。本支援研究

対象企業：（株）ファイブアイランズは、ポリマーメッ

シュ上の配線・コンタクトの形成技術を応用した、微細

メッシュコンタクト構造を有する半導体 IC チップ検査

装置の事業化を目指している。本研究では次世代の半導

体 IC チップ検査技術に必要不可欠な、高速信号に対す

る動作特性の測定評価を可能とするため、伝送速度ギガ

ビット毎秒以上への高速化に向けた技術改良研究を行う

とともに、GHz 高速対応半導体 IC チップ検査装置の実

用化を目指す。 

 5mm 角の半導体 IC チップに対応して、微細メッシ

ュコンタクト構造および周辺プリント配線板の詳細設計

を行い、GHz 高速測定用チップソケットプロトタイプ

を試作した。さらに、このチップソケットに対して、半

導体 IC チップの高周波特性を評価するため、TDR（時

間領域反射）測定評価装置を用いて 大20GHz までの

高周波信号による測定を行った。チップソケット内の信

号線路の特性インピーダンスが、設計値（50Ω）を確保

するとともに、GHz 周波数帯域が測定可能であること

が示された。本研究により、ポリマー微細メッシュコン

タクト技術を用いた、GHz 次世代半導体 IC チップの検

査装置の実用性を確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］フリップチップ実装、GHz 高周波、時

間領域反射法（TDR 法）、IC チップ検

査装置、微細メッシュコンタクト 

 

［テーマ題目４］外部資金、感光性ポリイミド層間絶縁

層を用いた超伝導集積回路技術の開発 

［研究代表者］仲川 博 

［研究担当者］青柳 昌宏、所 和彦、岡田 義邦、 

菊地 克弥 

［研 究 内 容］ 

 超伝導を応用した超高感度の磁気センサーや超高速論

理回路などの超伝導集積回路で用いられる絶縁層を、真

空装置を用いずに形成する技術の実用化を目的とする。

感光性溶媒可溶ポリイミドを絶縁層に適用することで、

超伝導集積チップの作製プロセスが簡略化されると同時

に良好な絶縁被覆性が得られ、信頼性の向上が期待され

る。本研究では、このポリイミドを絶縁層に用いた超伝

導磁気センサー集積チップを総合的に評価、検証して、

超伝導集積回路の実用化基盤技術を確立する。産総研は

感光性溶媒可溶ポリイミド絶縁層のスピナーによる塗布

条件と微細パターンが形成できる 適露光条件を確定す

るとともに、ポリイミドの多層化に伴う下層へのダメー

ジを低減するための逆スパッタ技術の条件を調べた。株

式会社イーグル・テクノロジーは、超伝導磁気センサー

集積チップを産総研で確立した感光性溶媒可溶ポリイミ

ド絶縁層を用いて作製した。このチップにおいて、超伝

導トンネル接合素子の特性、配線の臨界電流、超伝導磁

気センサーの電気—磁気性能を調べた結果、同社での従

来品と同等の性能が得られた。また、株式会社ピーアイ
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技術研究所はポリイミドに添加する感光材料について露

光波長による性能評価をおこない、製品管理に重要な知

見を得た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］感光性、ポリイミド、層間絶縁層、超伝

導、集積回路 

 

［テーマ題目５］運営費交付金、液体ヘリウムフリー・

プログラマブル・ジョセフソン電圧標準

システムの開発 

［研究代表者］東海林 彰 

［研究担当者］ 

［研 究 内 容］ 

 現在、ジョセフソン素子の示す量子力学的効果（ジョ

セフソン効果）を利用した電圧標準システムが、日本、

米国、ドイツ、フランス、英国、韓国等において、電圧

の1次標準として採用されている。しかし、従来のシス

テムは、(i)ジョセフソン素子を極低温に冷却するため

に常時液体ヘリウムを供給し続けなければならない、

(ii)高精度電圧を発生するために秒単位の時間がかかる、

(iii)雑音耐性が小さいために高額のシールド設備を必要

とする、という問題点があった。これらの問題点の中で、

(ii)と(iii)に関しては、近年、National Institute of 
Standards and Technology（NIST）の研究者によって

提案されたプログラマブル電圧標準方式によって解決可

能なことが明らかになっている。しかし、(i)の問題に

関しては、これまで、解決法は明らかにされていなかっ

た。このため、ジョセフソン素子を用いた電圧標準シス

テムの普及は、従来、液体ヘリウムを容易に入手するこ

とが可能な先進国の標準研究所に、ほとんど、限られて

いた。 

 一方、経済活動のグローバル化に伴い、産業界で使用

されるほとんどの精密計測装置に対し国家標準へのトレ

ーサビリティが義務付けられて来ており、先進国の標準

研究所だけでなく発展途上国の標準研究所、さらに計測

器産業界においても、装置校正手続きの簡素化、ひいて

は貿易の活性化のために、ジョセフソン電圧標準システ

ムを保有することが近い将来必要になると予測されてい

る。そして、そのためには、小型冷凍機によって冷却し

動作させることが可能であり、プログラマブル電圧標準

方式を適用することが可能な、新しいジョセフソン素子

を開発することが必要であると考えられている。 

 上記の条件を満足する素子として、15K を越える超

伝導臨界温度を有する窒化ニオブ（NbN）を電極の素

材とするジョセフソン素子をチップ上に集積する技術を

開発した。これまでに、20万個以上の素子をチップ上に

集積することに成功した。また、素子を冷却するための

小型冷凍機を用いたシステムの開発にも成功した。これ

らの成果を利用し、平成15年度に液体ヘリウムを使用せ

ずに約6V の高精度電圧を得ることに成功した。平成16

年度中に、今回開発に成功した電圧標準素子とシステム

を実用化するために、産総研ベンチャーを起業する予定

である。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］電圧標準、ジョセフソン素子、冷凍機 

 

［テーマ題目６］運営費交付金、バンドデザインによる

トンネル磁気抵抗効果の制御の実証 

［研究代表者］鈴木 義茂 

［研究担当者］湯浅 新治、長浜 太郎、他 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 TMR のバンドデザインによる制御を目指して、層状

反強磁性を示す Cr（001）層を Fe（001）電極／アルミ

ナバリア間に挿入した強磁性トンネル接合（MTJ）を

作製し、トンネル磁気抵抗効果（TMR）効果を測定し

た。その結果、MR 比は2原子層の周期で振動を示した。

この結果は、Cr（001）ではフェルミエネルギー近傍に

s バンドがないためにトンネルした s 電子が Cr 層表面

で散乱され TMR が表面の磁気状態を反映したためとし

て理解できる。以前の結果を合わせると、s バンドのデ

ザインにより TMR を共鳴トンネルや表面散乱により制

御出来ることが分かった。 

 さらに、完全な TMR の制御を目指し Fe(001)/MgO 
(001)/Fe(001)完全単結晶 TMR 素子を作製した。作製

した素子は歩留まり80%でトンネル特性を示した。 

 アネルバとの共同研究において RIE 加工により60%
を超えるトンネル磁気抵抗効果が得られることを示すこ

とに成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、MRAM 

 

［テーマ題目７］運営費交付金、スピン注入磁化反転の

実現 

［研究代表者］鈴木 義茂 

［研究担当者］Ashwin Turapurkar、他 
（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 電流磁界によらない新磁化反転方式「スピン注入磁化

反転」を実証し、書き込み電流を現行の1/10以下とする

ために、磁化の小さな CoFeB を一方の電極とする巨大

磁気抵抗素子（GMR）を作製しその電流応答を測定し

た。その結果、電流(I) を素子に流すと磁化が平行（低

抵抗）状態から反平行状態（高抵抗状態）へと遷移した。

さらに電流を逆に流すと再び平行状態に戻る。磁化の小

さな CoFeB を一方の電極に採用することにより電流密

度をこれまでの約1/10（約6×106A/cm2）に減少するこ

とに成功した。この研究はソニーとの共同で行われた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、MRAM 
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［テーマ題目８］運営費交付金、CdMnTe 導波路で98%
に達する TM-TE モード変換効率を実現 

［研究代表者］鈴木 義茂 

［研究担当者］Vadym Zayets、他（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 GaAs 上に成長した希薄磁性半導体 Cd1-xMnxTe から

作製した導波路において98%±2%の TM-TE モード変換

効率を実現した。この結果は、導波路に組成傾斜層を設

けて位相整合を図ると共に Cd1-xMnxTe 導波路の吸収を

1dB/cm と非常に小さくすることにより実現した。λ

=730nm における性能指数は、200deg/dB/kG に達する。

この結果は、化合物半導体上のいろいろな光デバイスと

のモノリシックな集積化を可能とするものである。今回

得られた性能は実用化レベルにある。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、光デバイス 

 

［テーマ題目９］運営費交付金、新強磁性半導体(ZnCr) 
Te において-25%以上の磁気抵抗変化率

を観測 

［研究代表者］鈴木 義茂 

［研究担当者］斎藤 秀和、他（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 前年度、世界で初めて室温強磁性特性を示す半導体材

料である（Zn、Cr）Te の合成に成功した（キュリー温

度300K）。本年度はこの物質の磁気輸送特性を調べた。

その結果、Zn1-xCrxTe（x=0.20）において-26%に達す

る巨大磁気抵抗効果が観測された。この値は通常の強磁

性金属の値より一桁ほど大きく、この物質中に強いスピ

ンーキャリア相互作用が働いていることが証明された。

また、同物質において窒素をドーパントとしたキャリア

制御を実証するために窒素ドーピングシステムを立ち上

げた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、磁性半導体 

 

［テーマ題目10］スピントロニクスの拠点整備 

［研究代表者］鈴木 義茂 

［研究担当者］湯浅 新治、長浜 太郎、他 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 今年度はスピントロニクス研究の拠点整備を重点課題

として掲げ、（ア）スピントロニクス試料成長室（本

館:A143-144）、（イ）スピントロニクス評価室（本館：

A133）、及び、（ウ）スピントロニクス微細加工室（ナ

ノ棟クリーンルームクラス100）の整備を実行した。

（ア）スピントロニクス試料成長室（本館：A143-

144）については、まず、部屋を簡易クリーンルームに

改造し、クラス10000を達成した。また、実験室内にク

リーンドラフトおよび超純水製造装置を設置した。室内

の成長装置については、新たに金属 MBE、レーザー蒸

着装置、オージェ分光装置、UHV-STM を導入し、以

前からあった、スパッタ装置、III-V 族半導体 MBE、

低温蒸着装置と接続し立ち上げた。これにより単結晶

TMR 素子用の薄膜を一貫して作製できる研究環境を整

えた。（イ）スピントロニクス評価室（本館：A133）を

整備し、以前からあったプローバーなどに加えて、

AFM、高速応答測定装置、多目的物理特性評価装置を

導入整備した。（ウ）ナノ棟クリーンルームクラス100の

半分に純水洗浄装置、リフトオフ装置、イオンミリング

装置を導入しスピントロニクス微細加工室として整備し

た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、MRAM 

 

［テーマ題目11］新機能物質創成のための結晶育成技術

および極低温計測技術の開発 

［研究代表者］柳澤 孝 

［研究担当者］白川 直樹、長谷 泉、池田 伸一 

［研 究 内 容］ 

 極低酸素分圧下単結晶製造装置の開発に成功し、10の

マイナス30乗の酸素分圧下での単結晶育成法（極低酸素

分圧下フローティングゾーン法）を開発した。この方法

によりこれまで難合成とされていた多くの結晶を育成し

ている。Mo 酸化物の結晶育成は非常に困難であること

はよく知られているが、この方法により世界で初めて

SrMoO3の単結晶育成に成功した。この結晶の電気抵抗

率は室温で約20μΩと酸化物としては極めて低く、酸化

物伝導体としては史上3番目に低い値を記録した。今後

の結晶の高品質化により酸化物で一番低い電気抵抗率が

得られる可能性が高い。 

 極低酸素分圧下で半導体産業の根幹であるシリコンの

優良結晶の育成に成功した。シリコン中の酸素濃度を下

げることができれば、キャリアの移動度が大幅に改善さ

れ、デバイスの性能を格段に上げることができる。実際、

極低酸素分圧下で1000℃、2時間の熱処理によりシリコ

ン中の酸素濃度が減少していることを示すことができた。

これにより、純良シリコン生成のためには極低酸素技術

は非常に有効であることを示した。 

 3He 温度（約0.5K）までの SQUID 磁束計用3He 冷

凍システム“i-Helium3”を開発した。本装置は全物性

研究者待望の、今までに存在しなかった全自動磁化測定

装置である。ベンチャーiQuantum を立ち上げ販売予

定である。 

 （株）NEC マシナリー、（有）エスティーラボと共

同で低酸素分圧ガス発生･循環システムの商品化に成功

した。近日中に発売予定である。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］極低酸素分圧制御、新機能物質、結晶育

成、低温計測技術 
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［テーマ題目12］新量子現象の発見および解明 

［研究代表者］柳澤 孝 

［研究担当者］白川 直樹、長谷 泉、池田 伸一 

［研 究 内 容］ 

 遷移金属酸化物 Ca3Ru2O7、Sr2RhO4、Sr2IrO4の浮遊

帯域法を用いた単結晶育成に初めて成功した。米国物理

学会で発表後大きな反響があり、米国ロスアラモス研究

所、ブルックヘブン国立研究所、デュポン株式会社、韓

国ソウル国立大学、東京大学、埼玉大学、日本原子力研

究所との共同研究を開始した。 

 高温超伝導体のモデルであるハバードモデルに対して、

世界 大サイズの格子におけるモンテカルロ計算に成功

し、超伝導凝縮エネルギーが実験値に近い有限な値であ

ることを示した。（高温超伝導のレヴューで何度も引用

されている。）同じ手法により、高温超伝導体は格子変

位により電子状態がストリング的になり、Tc が本来の

値より下がっていること（Tc のベルシャイプ）を示し

た。すなわち、構造相転移のない高い対称性をもつ物質

においてはより高い Tc が得られる可能性があることを

示した。 

 遷移金属酸化物において圧力下等での結晶構造歪みの

電子モデルを提案し、強磁性、反強磁性など多彩な相が

存在することを計算により示した。強磁性と超伝導の関

係に着目した斬新な視点からの第一原理計算を開始した。

Ru 酸化物の新奇なトリプレット超伝導について新しい

ミクロなモデルを提案し、水平ノード超伝導が起きるこ

とを世界ではじめて示した。 

 MgB2超伝導体は二つの軌道が伝導に寄与する二バン

ドの超伝導体であり、超伝導ギャップはそれぞれのバン

ドで異なる異方性を持つ s 波超伝導であることを光学伝

導度の解析により世界で初めて示した。σバンドのギャ

ップは筒状であり、πバンドは葉巻き型である。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］新量子現象、単結晶育成、高温超伝導メ

カニズム、特異超伝導 

 

［テーマ題目13］新機能物質の創成および応用 

［研究代表者］柳澤 孝 

［研究担当者］白川 直樹、長谷 泉、池田 伸一 

［研 究 内 容］ 

 当グループで開発した酸化物材料が2000℃を越えた高

温材料として応用可能であることを新たに見いだした。 

 さらに、窒素酸化物分解に関して触媒効果を示すこと

を発見した。800℃において窒素酸化物除去材料に接触

させると、触媒効果が存在し NOx が窒素と酸素に分解

していることを確認した。 

 次世代 MOS トランジスタ応用を念頭に置いた高導電

性酸化物 SrMoO3の薄膜を、安価なターゲット材

（SrMoO4）を用いて初めて作成し、その作成条件を決

定した。また、熱酸化 SiO2膜を絶縁膜とした MOS キ

ャパシターを、モリブデンメタルマスクで作成した。そ

のキャパシタンスのバイアス電圧依存性および周波数依

存性を測定した。絶縁膜との良好な界面が得られるため

の条件を探し出し、MOS トランジスタ作成時の問題点

を抽出した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］新機能物質、高温材料、高導電性酸化物、

次世代トランジスタ 

 

［テーマ題目14］電源多様化技術開発等受託費（分散）

「熱線制御型シースルー太陽電池シート

技術」 

［研究代表者］外岡 和彦 

［研究担当者］菊地 直人、小西 一平、他 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 シースルーエレクトロニクス技術の基盤確立をめざし

て、透明酸化物半導体薄膜により pn 接合を形成し、そ

の特性評価を通じて光起電力効果の検証をめざした。薄

膜および接合の形成にはレーザーアブレーション法を用

いた。透明酸化物半導体 CuAlO2、ZnO 薄膜からなる

pn 接合をガラス基板上に形成し、この接合が可視光を

透過し紫色光、青色光照射時に光起電力を発生すること

を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、透明太陽電池、透明半導体 

 

［テーマ題目15］地域中小企業支援型研究開発（共同研

究型）「高精度冷却マニュピレータ製品

化に関する研究」 

［研究代表者］相浦 義弘 

［研究担当者］阪東 寛、宮本 隆男、千葉 昭雄 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超高真空中において高精度での多軸制御（XYZ3軸平

行移動、極角回転、伏角回転、試料面内回転）を可能と

する冷却試料マニピュレータの実用化を行った。同マニ

ピュレータは、産総研特許出願で示した冷却手法を組み

合わせることにより、10K 以下の極低温での動作をめ

ざした。開発期間終了時までに「iGONIO LT」の製品

化に成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マニピュレータ、角度分解光電子分光、

超高真空技術 

 

［テーマ題目16］運営費交付金、特許実用化共同研究

「試料温度可変小型プローバ実用化に関

する研究」 

［研究代表者］阪東 寛 

［研究担当者］相浦 義弘、川中 浩史、丸山 誠司、 
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浦田 篤浩、他（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研出願の特許技術により、断熱真空中での探針位

置制御にウォブルスティック的機構を用い、真空槽の小

型薄型化および真空性能の向上を特徴とする試料温度可

変小型プローバ技術を発展させ、超高真空域への到達と

試料温度の制御範囲の拡大によって広範な市場に投入可

能な実用レベルの製品開発をめざした。開発期間中に超

高真空に対応可能で微少電流測定に使用可能な超高真空

マイクロプローバー装置「iMPC/UMPC シリーズ」の

製品化に成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マイクロプローバー、ホール効果測定、

超高真空技術 

 

［テーマ題目17］XMOS トランジスタのデバイスモデ

ルの研究 

［研究代表者］小池 帆平 

［研究担当者］中川 格、関川 敏弘、堤 利幸 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 回路技術の研究においては、回路の複雑な振る舞いを

計算機に計算させる回路シミュレータが極めて重要なツ

ールとなり、XMOS トランジスタのような新しいデバ

イスを用いた回路のシミュレーションを行うためには、

そのようなデバイスの振る舞いを記述したデバイスモデ

ルを新たに開発する必要がある。そのような XMOS ト

ランジスタのデバイスモデルの提供は、XMOS トラン

ジスタ技術を産業界に技術移転するにあたっても必須と

考えられる。本テーマでは、このような XMOS トラン

ジスタのデバイスモデルの開発を行っている。 

 平成15年度は、4端子独立な XMOS トランジスタの

ドレイン電流を、表面ポテンシャルに基づいて計算する

フィジックスベースな計算モデルとして、昨年度提案を

行ったダブルチャージシートモデルに関して、速度飽和

モデルの導入などの更なる改良作業を進め、計算結果の

精度を向上させる研究を行った。 

 また、業界標準の回路シミュレータである Spice と、

我々の開発したデバイスモデルを結合させるための作業

を進めた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ダブルゲート MOS トランジスタ、回路

シミュレーション、Spice、デバイスモ

デル 

 

［テーマ題目18］パワー・リコンフィギャラブル機能を

有する Flex Power FPGA の開発 

［研究代表者］小池 帆平 

［研究担当者］日置 雅和、河並 崇、中川 格、 

関川 敏弘、堤 利幸 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 4端子 XMOS の持つ電気的なしきい値調整機能の実

現という特長を巧妙かつ有効に活用し、XMOS トラン

ジスタの画期的なキラーアプリケーションとなることを

目標としたチップとして Flex Power FPGA((FP)2GA)

チップの研究を行っている。 

 Flex Power FPGA((FP)2GA)は、近年利用者の拡大

に伴い市場が急速に拡大しつつあるリコンフィギュアラ

ブル LSI である FPGA（再構成可能ゲートアレイ）の

基本的な構成要素である論理ブロック回路を XMOS ト

ランジスタで構成し、回路の各部分のしきい値電圧の調

節を可能として、高速性と低消費電力性を両立させるこ

とを可能とした FPGA であり、動作速度と消費電力と

いう FPGA の 大の問題点を解決することのできるも

のである。 

 本年度は、Flex Power FPGA についての提案を行う

とともに、Flex Power FPGA をターゲットとしてベン

チマーク回路の配置配線とパワーマッピングを行い、消

費電力の低減効果と速度の向上効果を評価することので

きる研究ツールとして、Flex Power VPR の開発を行な

い、このツールを用いて、Flex Power FPGA において、

漏れ電流による電力消費が30分の1以下に減少すること

を解明した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］FPGA、リコンフィギュアラブル、低消

費電力、漏れ電流、リーク電流、しきい

値調節 

 

⑫【光技術研究部門】 
（Photonics Research Institute） 

（存続期間：2001.4～終了日） 

 

研究部門長：渡辺 正信 

副研究部門長：八瀬 清志、平賀 隆、山田家和勝 

総括研究員：大柳 宏之 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、 

    つくば中央第5、つくば東、関西センター 

人 員：86（84）名 

経 費：1,460,730千円（810,314千円） 

 

概 要： 

(1) 当部門のミッション 

 光を情報およびエネルギーのメディアとして活用

するフォトニクス技術の提供をめざし、光情報通

信・処理技術、使いやすく環境に優しい光表示・入

出力技術、新たな光源の極限性能追求や先端的光計

測利用技術等の開発を通じて、高度情報化社会の新

産業創出に寄与すると共に、福祉高齢化社会を人に
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優しい技術で支え、社会の持続的発展に貢献する基

盤を確立することを使命とする。 

(2) 研究開発の概要 

 光技術研究部門では、以下の三分野を中心に有機

的連携を図りつつ光科学・光工学の研究開発を行い、

これらの大きな流れに基づく具体的成果の結実と基

盤技術の充実、分野間の融合と将来の芽の育成を系

統的に進めることにより、本格研究を推進する。 

① 光情報通信・処理技術を主な対象とするソフ

トフォトニクス分野においては、波長多重

（WDM）技術との融合をも視野に入れた超高速

時分割多重（OTDM）通信技術の開発を目指し、

信号制御・処理技術やそれを支える特徴的な(超

高速、省エネルギー等)デバイス・材料技術を研

究開発の対象とする。また、近距離光通信やオ

フィス・家庭等で利用する光情報技術として、

小型かつ高性能な波長フィルタや光導波路デバ

イス、半導体紫外発光素子等、「使えるデバイ

ス」に向けた研究を展開する。 

② 使いやすく環境に優しい光表示・入出力用素

子・材料を主要な研究開発対象とするアメニテ

ィフォトニクス分野においては、軽量・フレキ

シブル、プリンタブル・安価等の特長を持ち、

多様な材料・プロセス技術を駆使したトランジ

スタ、ディスプレイおよび太陽電池、有機・無

機材料特有の光機能を活かした光導波路・スイ

ッチ等の研究開発を行う。また、これらを支え

る次世代材料・デバイスの開発を行うとともに、

バイオ分子を利用した光センシングや生体計測

技術の高度化によりライフフォトニクス分野へ

の展開を図る。 

③ 光源の極限性能の追求やその革新的利用技術

開発を目指すハードフォトニクス分野において

は、超短パルスレーザーの発生・制御・増幅技

術及び高強度光パルスを利用した短波長光源技

術、産総研加速器施設の高度化とこれを用いた

自由電子レーザー、陽電子ビーム等の独創的量

子放射源技術に加え、従来施設にとらわれない

小型加速器をベースとした実用的量子放射源技

術を開発する。また、これら光・量子放射源の

ポテンシャルを活かした先端的なプロセス・計

測・制御技術や、情報通信技術およびライフフ

ォトニクス分野を中心とする実用的な産業・医

用計測技術の開発を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化技術開発等委託

費 

 超短パルス光エレクトロニクス技術開発 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化技術開発等委託

費 

 溶接技術の高度化による高効率・高信頼性溶接技術

の開発 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）  

 バイオ共役光受容ナノマテリアルの創生に関する研

究／バイオ受容光ナノマテリアルの作製／生体光受

容コンポーネントの単離、改質と人工分子配線 

 アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立／ナノメータ

X 線アクティブ計測技術に関する研究／電極反応及

び有機－金属薄膜の光化学反応のアクティブ計測 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費 

 高透過性光子ビームを用いた非破壊検査技術の開発

と高度化に関する研究 

 SR 光及びイオンビームによる微構造3次元セラミ

ックスの作成と新機能発見の研究 

 自由電子レーザー先端技術に関する研究 

 挿入光源を利用した動的過程の高度評価法に関する

研究 

 超高輝度 KHz プラズマ X 線源とその応用の研究開発 

 超低速短パルス陽電子ビームによる表層物性評価法

の研究 

 単一サイクルパルスの発生に関する研究 

 原子力エレクトロニクスのための半導体デバイス化

技術に関する研究 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの） 

 ダイオキシン類及び内分泌かく乱物質のセンシング

システムを用いた環境リスク対策の研究 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費地域中小

企業支援型研究開発（共同研究型） 

 バイオ表面材料用の表面性状測定装置開発 

 

経済産業省 電源多様化技術開発等委託費 

 高輝度 X 線パルス利用発電施設モニタリングシス

テム開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金  

 ジェミニ型分子による表面キラル認識と光学分割 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1） 

 フレキシブル光－電子デバイスプロセス技術 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

 完全3次元結晶を用いた究極の光制御と超小型光集

積デバイス・回路の研究 
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 光量子位相制御・演算技術 

 有機ナノ結晶の分散液の磁場応答 

 新型電界発光材料の作成と評価 

 

総務省 

 1550nm 帯量子もつれあい状態の効率的な生成・検

出及びその利用に関する研究 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 次世代ディスプレイ技術開発プログラム 高効率有

機デバイスの開発 

 太陽光発電技術研究開発／革新的次世代太陽光発電

システム技術研究開発／有機薄膜太陽電池の研究開

発 

 ナノテクノロジープログラム（ナノマテリアル・プ

ロセス技術）／ナノガラス技術プログラム（ガラス

機能制御技術） 

 

財団法人四国産業・技術振興センター 平成15年度地域

新生コンソーシアム研究開発事業 

 透明導電酸化物薄膜の大面積化への技術開発 

 

財団法人化学・バイオつくば財団 国際研究集会発表参

加旅費助成 

 SPIE 国際会議での招待講演発表・参加 

 

財団法人日本宇宙フォーラム 平成13年度選定宇宙環境

利用に関する公募地上研究 

 ガラス融液における物質移動に対する磁場の影響 

 

内部グラント 

 超高速 WDM 用光電子2R 集積回路の試作 

 ナノチューブフォトニクス創出のための材料基盤研究 

 光検出型バイオ素子構築に関する研究（副題：分子

認識部位を有する金属・半導体ナノ微粒子の合成と

表面ナノ－アドレッシング） 

 光誘起表面レリーフ現象に基づく新しい光情報記録

に関する展開的研究 

 高速重粒子ナノ加工法による酸化物フォトニック結

晶光分波デバイスの作製 

 医療・工業分野への応用のための液晶補償光学技術 

 

分野戦略実現のための予算 情報通信分野 

 光ディジタル再生技術の研究 

 

ハイテクものづくりプロジェクト 

 次世代表示素子の試作 

 

Focus21プロジェクトに代表される大規模産学官連携集

中プロジェクト支援のための予算（Focus21参加支援の

ための予算） 

 高分子有機 EL 発光材料プロジェクト：高分子電界

発光素子における半導体－電極界面現象の解析に関

する研究 

 

特許実用化共同研究開発費 

 分光絶対光量子束既知光源および EL 評価装置の開発 

 

発 表：誌上発表227（202）件、口頭発表498（194）件、 

その他34件 

-------------------------------------------------------------------------- 
情報通信フォトニクスグループ 

（Information Photonics Group） 
グループリーダー：土田 英実 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：超高速光計測・制御、光信号処理、量子暗号

通信に関して、サブシステム化まで視野に入れた研

究開発を行い、情報通信ネットワークの大容量化・

高度化に資すること目的とする。 

・意義、当該分野での位置づけ：光時分割多重伝送や

全光ノードによる通信ネットワークの大容量化・高

機能化、および通信のセキュリティ向上に寄与する。 

・国際的な研究レベル：パルスタイミング雑音計測は、

独創性が極めて高く世界 高性能の評価技術である。

光デジタル再生は全光学処理をめざしている点に優

位性がある。量子暗号通信では光通信波長帯の単一

光子検出、量子もつれ合い発生・制御で世界 高の

技術を有している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

光電子制御デバイスグループ 

（Ultrafast Optoelectronic Devices Group） 
研究グループ長：小森 和弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的 

次世代超高速大容量光情報通信用の超高速デバイス

を開発すること、特に新しい光制御技術、光電子集

積技術と量子ナノ構造、フォトニック結晶等の新構

造を用いた次世代の光・電子融合素子を開発するこ

とを目的とする。 

・国際的な研究レベル 

①量子ナノ光電子素子の開発：量子ナノ FET 素子

研究では世界トップ。 

②量子ナノ構造を用いた光制御・光非線形素子の

開発 ：光位相制御研究では世界トップ。 

③フォトニック結晶導波路素子の開発：3次元 PC
研究では、独創的な手法を開発している。 

④超高速光-電子（OEO）素子の開発：世界 高性
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能の OE 素子を開発。 

⑤超高速材料・デバイス評価技術の開発：ナノ構

造を用いたテラヘルツ光源開発ではトップ。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

超高速フォトニクス計測グループ 

（Ultrafast Photonic Measurements and Materials 
 Group） 
研究グループ長：挾間 壽文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：光通信システムの要素技術開発として、高速

動作可能な光－光スイッチ素子、アクセス系受動・

能動一体型デバイスとその計測評価技術の開発を目

的とする。 

・意義、当該分野での位置づけ：超高速光時分割多重

光通信システム及び低コストアクセス系光デバイス

の実現に寄与する。 

・国際的な研究レベル 

・波長1.55μm において世界 高速レベルの

150fs の光応答速度を得た。 

・SNOM 技術は、通信帯対応、超高速（広帯

域）性、小型化の取り組みにおいて世界をリー

ド。 

・チャープ MgO:PPLN を利用して10GHz-OPO
実現しようとする試みは世界初。 

・電流注入型有機半導体レーザーをフォトニッ

ク結晶上で目指す試みは当所のみ。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ガラス材料技術グループ 

（Optoelectronics Glass Group） 
研究グループ長：西井 準治 

（関西センター） 

概 要： 

・目的 

(1) 導波路：メトロ・アクセス系および電子チッ

プ間の光通信用導波路デバイス創製技術。 

(2) 機能材料：次世代デジタル家電のための機能

素子化技術。 

・意義、当該分野での位置づけ 

導波路デバイス技術および高輝度発光体の基盤技術

開発に取り組み、情報・家電製品技術の高度化に貢

献する。 

・国際的な研究レベル（具体的に） 

(1) 導波路：幹線系の導波路技術は成熟期にあり、

メトロ・アクセス、ボード内光通信などで極微

化、機能集積化の研究が米・欧で進展中。 

(2) 機能材料：ナノ粒子発光体は米、独が中心。

大学や産総研他部門での研究も盛んだが、民生

用として実用化された例はない。非線形材料は

基盤研究レベル。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

量子ナノ構造グループ 

（Quantum Nanostructure Group） 
研究グループ長：小倉 睦郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：量子細線・ドットなどを複合した3次元的化

合物半導体量子ナノ構造の精密な作製技術及び評価

技術を確立し、量子ナノ構造の有用性を実証する。 

・国際的レベル：選択成長技術を用いた化合物半導体

量子細線に関しては、世界的にトップレベルにあ

り、・量子細線の基礎的な物性の解明を中心にいく

つかの研究機関と国際的な共同研究を展開している。

量子細線レーザにおいては、一回の MOCVD 選択

成長を用いた高密度量子細線アレイを用いて、利得

結合型 DFB モード発振を実現した。また、FGOG
技術を用いて、ナノ構造光導波路のフェムト秒領域

におけるパルス伝搬を定量的に評価した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

光エレクトロニクス材料グループ 

（Optoelectronic Materials Group） 
研究グループ長：仁木 栄 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ZnO 系ワイドギャップ半導体による紫外発光デバ

イス技術を開発する。p 型 ZnO の開発による発光デ

バイスは世界的に未踏の技術である。平成16年度末ま

でに pn 型 ZnO 発光デバイスの実現を図る。また、

資源に制約のある材料を用いている ITO に代わり

ZnO 系透明導電膜を開発する。低抵抗率（ρ≤ 2x10-4

Ωcm）、高透過率（T≥ 90%）、低温製膜（T≤ 150℃）

の実現がキーポイントである。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

有機半導体デバイスグループ 

（Organic Semiconductor Devices Group） 
研究グループ長：鎌田 俊英 

（つくば中央第4、第5） 

概 要： 

・目的：印刷法で作製するフレキシブル電子デバイス

の実現のために、それに適した素子構造を開発、プ

リンタブル部品、素子解析評価技術の開発を行う。

これらにより、実動作する素子の実現を目指す。 

・意義、当該分野での位置づけ：安価・低エネルギー

で作成できる電子デバイス創製技術を開発し、フレ

キシブルシートディスプレイなどのユビキタス情報
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端末の実現に貢献する。 

・国際的な研究レベル：高性能有機 TFT パネルを作

製する技術は、世界 高レベルに達している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子薄膜グループ 

（Molecular Thin Films Group） 
研究グループ長：八瀬 清志 

（つくば中央第2および第5） 

概 要 

・目的：構造制御により光入出力機能を向上させた先

端有機デバイスの開発を行うことを目的とする。 

・意義、当該分野での位置づけ：有機デバイスの実用

化に寄与する。 

・国際的な研究レベル 

有機 EL において、外光取り込み型のものは他に例

がない。 

高効率化有機半導体の実用化には、光電子特性の飛

躍的向上が必須であるが、表面･界面およびバンド

構造制御という観点での研究例は少ない。有機 EL
と光電変換素子の一体化、ドーピング、界面制御に

よる n 型有機半導体特性、並びに太陽電池効率の

向上、および配向制御した導電性高分子の FET の

研究は、世界でも例がなく、数値的にもトップであ

る。 

極性分子の二次非線形感受率の分子量依存性および

微結晶の磁場配向は、世界初である。 

ナノチューブフォトニクス：直径制御されたナノチ

ューブの製造技術、ナノチューブの孤立化溶液分散

技術、ナノチューブの高分子分散技術、非線形光デ

バイスへの応用技術のいずれでも、世界 高レベル

である。とくに非線形光デバイスへの応用は東大グ

ループが 近類似研究を開始した程度である。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

デバイス機能化技術グループ 

（Photonic Device Application Group） 
研究グループ長：谷垣 宣孝 

（関西センター） 

概 要： 

・目的：高度な材料プロセス技術及び精密・高感度計

測技術を駆使し、ヒューマンインターフェイス光デ

バイス開発のための要素技術を確立する。また、ラ

イフフォトニクスを実現するため顕微鏡技術・分光

測定技術を中心とした無侵襲計測技術、および精密

計測技術の研究開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：誰でも容易にネット

ワークにアクセスできる高度情報社会に必要とされ

るヒューマンインターフェイスデバイス開発に寄与

する。また、安全、安心、快適な生活を実現する基

礎技術となる。 

・国際的な研究レベル：独自のプロセス技術を開拓し

つつ、デバイス作製をおこなっている。現在、デバ

イスの性能的には国際比較のレベルにない。また、

計測技術に関しては基本的に新規手法を装置から開

発している。新型 SNOM、力検出型 NMR 顕微鏡、

ともに完成すれば、世界初の技術となる。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

バイオフォトニクスグループ 

（Bio-Photonics Group） 
研究グループ長：玉田 薫 

（つくば中央第5、関西センター） 

概 要： 

・目的：「光情報技術」と「ナノバイオテクノロジ

ー」の融合により、大量の情報を並列的に短時間で

処理し、高密度集積化できる「光検出型ナノバイオ

素子」の開発およびその関連技術の確立を目指す。 

・意義、当該分野での位置づけ：光情報通信技術（光

を使った並列信号伝達・アナログ情報処理的概念）

をバイオチップ分野へ応用することで、オーダーメ

イド医療等、大量の診断情報の高速処理を必要とす

る医療・医学分野へ寄与する。 

・国際的な研究レベル：バイオチップ関連研究は現在

米国を中心に世界中で競争的に進められているが光

情報通信技術との複合を狙ったバイオ素子デザイン

等の研究はまだほとんど報告例がない。グループの

有する関連技術は、どれも世界トップレベルであり、

十分に国際的競争に対応できる。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

超短パルスレーザーグループ 

（Ultrafast Lasers Group） 
研究グループ長：鳥塚 健二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：パルス光波合成等の新技術を開発し、未踏領

域の光パルス発生、制御技術を開拓する。 

・意義、当該分野での位置づけ：光パルスを利用した、

計測や物質プロセスに資する技術である。 

・国際的な研究レベル：超短光パルスの発生、制御技

術に関するトップグループの一つ。(1) 異波長パル

ス光間の位相制御は当所のみ。(2) 増幅パルスにつ

いて短パルス世界 高記録を保持。(3) CEP 制御

光の増幅はウィーン工大に次ぐ2番手だが、高出力

化の可能な方式（再生増幅器＋回折格子ストレッチ

ャー）。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

光計測制御グループ 
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（Optical Measurement and Control Group） 
研究グループ長：天神林孝二 

（つくば東） 

概 要： 

・目的：産業上有用で新規な光計測制御技術を研究開

発する。具体的には、光学基板や大面積面、非球面

の形状計測、補償光学などによる光波面制御技術、

光による物体の操作技術、画像分光技術、などを行

う。 

・意義、当該分野での位置づけ：光の共通基盤技術の

研究開発によって新産業創出や福祉高齢社会の達成

に貢献する。 

・国際的な研究レベル：波長走査干渉計の解析アルゴ

リズム、リニアステージの真直度計測、非球面計測、

光波面を補償したり制御する技術、光マイクロマニ

ピュレーション技術において精度や方式の考案にお

いて国際的に競合している。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

広帯域量子放射技術グループ 

（Wideband Photonics Group） 
研究グループ長：山田家和勝 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：赤外から X・γ領域の広帯域にわたる高輝度

放射の開発・実用化とその先端利用技術の開拓を行

うことを目的とする。 

・意義、当該分野での位置づけ：当所独自の広帯域光

源を利用した、金属表面及び内部の高機能イメージ

ングや絶縁体の表面励起プロセス技術の実用化によ

り、産業における光の高度利用の推進に寄与する。 

・国際的な研究レベル 

①蓄積リング型短波長 FEL 技術では、国内 短

（世界第3位）の波長で発振に成功している。 

②多層膜 FZP では、50keV 以上の硬Ｘ線で世界

小の集光サイズを実現している。 

③LCSγ線利用では、原子核物理等の学術研究の

みならず、世界で唯一γ線 CT 等の産業技術への

展開を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

放射光利用技術グループ 

（Synchrotron Radiation Application Group） 
研究グループ長：小池 正記 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：偏光可変高輝度ビーム・ナノメータビーム・

イオンビームによる次世代微視的加工技術・動的解

析技術及び新たな光材料を開発する。 

・意義、当該分野での位置づけ：現在の加工技術では、

達成できない材料系、形状、精度を選択でき、新た

な光部品の作製が可能になる。また、イオンビーム

による材料開発は、非平衡材料の開発に有効。偏光

アンジュレータは、高輝度、波長可変、偏光可変な

どの特徴を有し、微視的分析はライフフォトニクス

研究に有用である。 

・国際的な研究レベル：イオンビーム加工は、独創的

技術であり実験的・理論的にメカニズムを解明した。

また、SR 加工法は、室温で緻密な TiO2を得るこ

とに世界ではじめて成功した。さらに、微細分析技

術・光技術材料開発は、国際的に競争段階。 XUV
領域で偏光変調分光を実現させているのは世界で唯

一である。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

高機能量子ビーム開発利用グループ 

（Advanced Quantum Particle Beam Research 
 Group） 
研究グループ長：鈴木 良一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：高機能量子ビームの発生制御技術及びそれら

を用いた革新的な物性評価技術の開発し、中核的研

究拠点となることを目指す。 

・意義、当該分野での位置づけ：次世代の電子デバイ

スや光デバイスの開発において技術のブレークスル

ーを実現するには、革新的な物性評価技術によって

原子～ナノメートルレベルの微視的構造や表面状態

などの物性を評価しプロセスを 適化することが必

要である。 

・国際的な研究レベル：電子加速器を用いた高強度陽

電子ビームの発生技術とそれを用いた評価技術は世

界 高レベルである。しかし、ドイツ等でより原子

炉や超電導加速器を用いた高性能な高強度陽電子ビ

ームの開発計画がある。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］次世代情報通信基盤技術に関する研究 

（運営費交付金、資金制度（外部）（超

短パルス光エレクトロニクス技術開発、

革新的省エネ高効率光増幅技術開発）お

よび企業と共同研究などで行っている

「次世代情報通信基盤技術に関する研

究」） 

［研究代表者］土田 英実（光技術究部門情報通信フォ

トニクスグループ長） 

［研究担当者］小森 和弘、挾間 壽文、西井 準治、 

他（職員9名、他26名） 

［研 究 内 容］ 

 繰り返し160GHz の光パルスに対するタイミング雑音
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計測技術を開発する。独自の手法である時間領域復調法

は、タイミング雑音を9桁以上の周波数域に渡り高精度

計測できる唯一の手法である。II-VI 族半導体サブバン

ド間遷移光スイッチにおいて、200fs 以下の応答速度を

実証するとともに、リッジ型導波路の作製プロセスを確

立する。応答速度の目標値は波長1550nm 帯において世

界 高値である。メトロ系光通信用の4チャンネル導波

路型分波器を10×10mm 以下の基板上への集積化する

技術を開発する。 

［分 野 名］情報通信分野 

［キーワード］超高速光信号処理、光時分割多重、タイ

ミング揺らぎ計測、量子暗号通信、光・

光スイッチ、OEO スイッチ、フォトニ

ック結晶、光導波路、近接場光学顕微鏡 

 

［テーマ題目２］新材料・超構造による光機能デバイス

技術に関する研究（運営費交付金、資金

制度（外部）（CREST：光量子位相制

御･演算技術の研究、超短パルス光エレ

クトロニクス技術開発）もしくは民間と

共同研究などで行っている「新材料・超

構造による光機能デバイス技術に関する

研究」） 

［研究代表者］仁木 栄（光技術研究部門光エレクトロ

ニクス材料グループ長） 

［研究担当者］小森 和弘、小倉 睦郎、他 

（職員12名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 新しい材料や量子構造の創製技術を確立し、次世代情

報通信技術に資する未踏技術領域での光電子デバイスを

実現することを目的としている。高品質な新材料や量子

ナノ構造の作製技術を基にプロトタイプのデバイスの試

作、実証を行う。 

 p 型 ZnO の開発による発光デバイスは世界的に未踏

の技術である。これを開発し、平成16年度末までに pn
接合型 ZnO 発光デバイスの実現を図る。透明導電膜で

は資源に制約のある材料を用いた ITO に替わり ZnO 系

透明導電膜を開発する。低抵抗率（ρ≤2x10-4Ωcm）、

高透過率（T≥90%）、低温製膜（T≤150℃）の実現がキ

ーポイントである。量子ナノ構造においては、量子細線、

量子ドットの作製技術の開発に取り組み、その特性を生

かした光通信波長帯での光デバイスや高移動度トランジ

スタの開発を目指している。量子ドットについては室温

発光波長1.3・m・発光半値幅25meV、量子細線 FET
については室温負性抵抗動作（250K 以上）、電子移動

度50,000cm2/Vs の実現を目指す。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー･材料・製造分野 

［キーワード］ナノ構造デバイス、量子細線、量子ドッ

ト、FET、ワイドバンドギャップ半導体、

酸化亜鉛 

 

［テーマ題目３］アメニティフォトニクスに関する研究 

（運営費交付金、内部グラント、NEDO
委託研究費（高効率有機デバイスの研究、

ナノガラス技術プロジェクト、有機薄膜

太陽電池）、科学振興調整費（バイオ共

役光受容ナノデバイスの創成の研究開

発）および民間企業と共同研究などで行

っている「アメニティフォトニクスに関

する研究」） 

［研究代表者］八瀬 清志（光技術研究部門、副研究部

門長、分子薄膜グループ長） 

［研究担当者］鎌田 俊英、玉田 薫、谷垣 宣孝、 

小林 俊介、太田 浩二、他 

（職員34名、他55名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒューマン・フレンドリーな光電子デバイスのフレキ

シブル、低コスト、低消費電力かつ高性能の有機デバイ

スの創製のため、平成16年度までの目標として、 

１）先端有機デバイス：印刷法を用いて作製した有機

トランジスタ、外光を取り込むことで高効率で発光

する有機 EL 素子および酸化物ガラスへの半導体超

微粒子の分散による高輝度発光体、光電変換効率が

1%以上の有機薄膜太陽電池、等の研究を行う。 

２）次世代光部品：可視領域で透明な偏光制御材料に

よるフレキシブル・ディスプレイ、光誘起表面レリ

ーフを用いた書き換えホログラム、合分波（パッシ

ブ）および光スイッチ（アクティブ）光導波路、表

面プラズモン共鳴を用いた高感度バイオセンサ、顕

微鏡技術・分光測定技術を中心とした無侵襲計測技

術、および精密計測技術（標準）等の研究開発を行

う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー･材料･製造分野 

［キーワード］有機半導体、有機デバイス、有機 TFT、
有機 EL、有機薄膜太陽電池、電気光学

高分子、カーボンナノチューブ、表面プ

ラズモン、高分子光導波路、バイオセン

サー 

 

［テーマ題目４］超短パルス光源・高精度光計測技術に

関する研究（運営費交付金、資金制度

（外部）（電源多様化委託費：超短光パ

ルスの発生評価技術の研究開発、原子力

試験研究費：単一サイクルパルスの発生

に関する研究）もしくは民間と共同研究

などで行っている「超短パルス光源・高

精度光計測技術に関する研究」） 

［研究代表者］鳥塚 健二（光技術研究部門超短パルス
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レーザーグループ長） 

［研究担当者］天神林孝二、大柳 宏之、他 

（職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 光波位相や光パルスのタイミング等を精密制御し、超

短光パルス光源の極限性能の追求や、新しい概念に基づ

く計測・物質操作技術を開発することを目標とする。 

① パルス圧縮が主流である超短光パルス発生技術に、

パルス光波合成の手法を導入して電界波形を制御す

ることにより超短光パルス光源のブレークスルーを

実現し、全く新しい概念に基づく計測や物質操作等

へ応用する。具体的には、異波長光パルスの合成に

より、5フェムト秒（fs）以下パルスの発生を行う

とともに、パルス特性精密制御技術を開発し、増幅

パルスでタイミング精度3fs、パルス内光波位相

（CEP）精度0.2rad を得る。また、光イオン化等

の物理過程で、これらの光パルス発生制御技術の効

果を確認する。競合する米 MIT、独 MaxPlanck な

どに比べ、超短パルスレーザーの発振から増幅まで

の技術を有し、特にモノサイクルパルス発生のため

のキーポイントである異波長タイミング同期と

CEP 制御については世界 高記録を有している。 

② 液晶空間位相変調素子を用いた汎用補償光学技術

を確立する。この技術は形状可変鏡を用いる複雑な

システムに比べて構造や動作が単純であり、医療分

野や民生用光学機器への利用が見込まれる。当該技

術に光波干渉法を組合せた世界初の眼底カメラ技術

を開発し学会をリードしている。更に網膜への負担

の少ない低強度光を用いて高解像網膜イメージング

を可能とする技術の研究を進め、眼底カメラへの実

装を目指す。また、光の放射圧を用いて粒子を操作

する新しい技術の研究開発を行う。光透過性粒子の

みならず、従来の光マニピュレーション技術では不

可能であった金属粒子の捕捉や回転操作技術、低屈

折率粒子の捕捉技術を確立するとともに、その機構

を解明する。金属粒子の回転操作や低屈折率粒子の

捕捉は世界初の技術である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、計測

標準分野 

［キーワード］超短パルスレーザー、光波位相制御、補

償光学、光マニピュレーション 

 

［テーマ題目５］多機能量子放射発生・利用技術に関す

る研究（運営費交付金、資金制度（外

部）（原子力試験研究費：自由電子レー

ザー先端技術に関する研究、高透過性光

子ビームを用いた非破壊検査技術の開発

と高度化に関する研究、超低速短パルス

陽電子ビームによる表層物性評価法の研

究）（産総研委託費：分散」革新的省エ

ネ型高効率光増幅技術開発）もしくは民

間と共同研究などで行っている「多機能

量子放射発生・利用技術に関する研

究」） 

［研究代表者］山田家和勝（光技術研究部門副研究部門

長、広帯域量子放射技術グループ長） 

［研究担当者］小池 正記、鈴木 良一、他 

（職員19名、他48名） 

［研 究 内 容］ 

 他に類を見ない小型蓄積リングを用いて、発振型自由

電子レーザー（FEL）の世界 短波長（190nm）を更

新するとともに、その先端利用研究を行う。ライフフォ

ト二クスへの展開を目指して、世界初の紫外から軟Ｘ線

領域における高速偏光変調分光法を開発し、他所では不

可能なアミノ酸の円二色・線二色性スペクトルの超高精

度計測を行う。当所独自のフレネル・ゾーンプレート

（FZP）技術を用いて、1～100keV の X 線領域で世界

高レベルの0.1ミクロンオーダーへの集光を実現する

とともに、X 線の微細加工・計測への応用技術を開拓す

る。世界的にも希少なレーザーコンプトン散乱

（LCS）γ線利用施設を用いて、原子核物理、材料科

学等の基礎研究に加え、重量物の高分解能 CT 技術等の

産業利用技術開発を行う。当所が世界に先駆けて実現し

た低速陽電子ビームによる薄膜のナノメートル空孔の観

測技術を発展させ、原子レベルから10nm 程度の空隙サ

イズ測定とその連結・開放性を評価できる革新的評価手

法を確立する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、計測

標準分野 

［キーワード］自由電子レーザー、放射光、偏光可変ア

ンジュレーター放射、低速陽電子ビーム、

電子リニアック、電子蓄積リング 

 

⑬【人間福祉医工学研究部門】 
（Institute for Human Science and Biomedical 
 Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～終了日） 

 

研究部門長：斎田 真也 

副研究部門長：多屋 秀人、山根 隆志 

総括研究員：多屋 秀人、山根 隆志（兼） 

 

所在地：つくば中央第6事業所、東事業所 

人 員：57（55）名 

経 費：652,764千円（470,882千円） 

 

概 要： 

 急速な高齢化の進行より、製品・情報・行動環境な

どにおける人間特性との不適合、寝たきり高齢者の増

加や介護負担の増大、あるいは疾病や障害者の増加な



研 究 

(296) 

どの諸問題に対処すべく、人間福祉医工学研究部門は、

人間工学、福祉工学および医工学の3研究分野を基盤

に、中期目標の実現に向けて以下の5つの重点研究課

題を設定し、これらの研究を通じて高齢社会でも安全

で安心な国民生活の実現を目指す。 

課題１：高齢者の感覚知覚特性データの収集と環境評

価法の開発 

 高齢者を含む各年代における視覚、聴覚、温熱感

覚特性のデータベースの構築を行うとともに、JIS 
及び JIS TR（標準情報）さらに ISO/IEC、CIE な

どにおける国際標準の制定を目指す。また、高齢

者・障害者の特性も考慮した環境・製品の安全性や

機能性の評価法と評価機器の開発を行う。 

課題２：人間生活における認知行動のモデル化 

 生活場面における認知行動モデルの構築を目標と

する。感覚・認知・行動など個別研究テーマを設定

するのではなく、具体的な生活場面（情報環境・移

動環境）を設定して、視覚探索、情報探索、行動決

定の一連のプロセスを解明し、インタフェース評価、

製品環境デザインに関する社会的ニーズにこたえる。 

課題３：福祉機器開発技術 

 福祉器機開発においては個人適合性が重要評価項

目の一つである。そのための計測・評価技術のイン

フラ整備を現場に近い公設試験研究機関を中心に行

うと共に、 先端技術開発における知見をもとに下

肢リハビリ訓練器機などの実用化・製品化をはかる。

第1期は動作特性を中心に研究開発を行う。 

課題４：医療診断・治療支援機器技術 

 次世代の診断・治療技術の確立を目標に、第1期

の中心課題として、MRI 対応治療技術の開発を行

い、臨床使用を目指す。また内視鏡手術などにおけ

る手術手技の向上を目的とした手術トレーニングシ

ステムの開発を行う。 

課題５： 生体機能代替システム 

 品質管理に優れ、長期耐久性を有する、人工物に

よる生体機能代替システム実現のための設計・評価

技術の開発を行う。第1期の中心課題として人工心

臓を設定し、動物実験において3ヶ月以上連続使用

可能な機構の開発を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

財団等研究助成制度「化学物質の安全性評価法に関する

発達期の学習・記憶試験の開発(2)」 

 

財団等研究助成制度「人間の力覚感覚特性を利用した非

接地型力覚呈示デバイスの開発」 

 

経済産業省 平成15年度地域新生コンソーシアム研究開

発事業「超高齢社会に適応したITヘルスケア＆ライフ

サポートシステム」 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「心疾患

治療用補助循環ポンプの開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発事業「日常生活

場面で使用可能な超音波尿意センサの試作と評価」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発事業「盲人によ

る図形情報授受を支援する高密度触覚グラフィック装置

の開発」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発事業「動作スキ

ル評価手法の生体複雑系解析技術への応用」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発事業「身体適合

性評価にもとづく座位姿勢保持装置および駆動アシスト

車椅子の改良」 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発事業「手術手技

実施可能な精密生体模型の研究開発」 

 

経済産業省 産業技術研究開発委託費「映像の生体安全

性評価の標準化」 

 

厚生労働省 厚生労働科研費「3Dサウンドを利用した

視覚障害者のための聴覚空間認知訓練システム」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「脳卒中片麻痺に対する

健側拘束療法の脳機能再構築効果に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「等粘性負荷運動の生理

学的特性とトレーニング効果の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「生体の光イメージング

の研究－生体の平均光路長マップの作製－」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「体内低侵襲医用機器の

ための表面摩擦制御に関する研究」 

 
NEDO産業技術研究助成事業「実時間適応学習能力を

有するサイバネティック・インタフェースの開発」 
 
NEDO産業技術研究助成事業「術中MRIと内視鏡のリ

アルタイム画像統合技術」 
 
NEDO産業技術研究助成事業「不均一熱環境設計のた

めの快適基準に関する研究」 
 
NEDO産業技術研究助成事業「血液自身を潤滑液とし

た血液循環補助装置」 
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NEDO 健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プロ

グラム 身体機能代替･修復システムの開発 生体親和

性材料 

 

発 表：誌上発表126（116）件、口頭発表320（81）件、 

その他51件 

-------------------------------------------------------------------------- 
感覚知覚グループ 

（Perception Group） 
研究グループ長：佐川 賢 

（つくば中央第6） 

概 要： 

高齢者の感覚知覚特性に関する知的基盤の確立と高

齢社会における環境評価設計技術の開発に関する研究

を行う。 

(1) 高齢者感覚特性の知的基盤の確立と環境評価設計

手法の開発を目指し、知的基盤の確立については、

有効視野計測システムの整備、高周波領域の 小可

聴閾と不快度のデータ収集、低周波音の不快度・許

容度のデータベース化、温冷覚、痛覚等の局所温熱

特性のデータ収集を行う。さらに、それぞれ国内外

の標準化に向けた活動を行う。 

(2) 環境評価設計手法の開発に関しては、安全性、快

適性の視点から、オプチカルフローによる空間把握

の定量化、高齢者の冷暖房環境の評価法、視覚障害

者のための聴覚による障害物知覚の訓練技術等を開

発する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

行動モデリンググループ 

（Human Behavior Modeling Group） 
研究グループ長：赤松 幹之 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 人間の認知行動特性の理解を通じた適切な製品・情

報環境の構築を目指して、自動車運転行動およびモノ

づくり行動を対象とした人間の状況依存型行動モデル

の構築を目標に、機器操作データや身体動作データか

ら行動を自動認識する技術、行動評価手法の確立およ

び行動支援技術の開発を行う。 

 平成15年度は、これまでに開発した運転行動計測用

の実験用車両を用いて、実際の一般道路上での運転行

動データについて、2000トリップ以上のデータ収集を

行う。さらに、収集した運転行動データベースの利用

性を向上させるために、物理的な計測データから意味

が理解しやすい状態表現に変換するなどのデータ加工

方法を開発する。また、ネットワーク型の確率モデル

であるベイジアンネットワークモデルを用いて運転者

の内部モードの推定を目的とした運転行動のモデリン

グを行う。具体的には、動的ベイジアンネットワーク

に運転者の内的モードを表す潜在変数を含めることに

よって、詳細な確率モデルを構成する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

視覚認知機構グループ 

（Visual Cognition Group） 
研究グループ長：熊田 孝恒 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢者を含むユーザが、使いやすい IT 機器などの

開発に資する視覚的表示法にかかわるガイドライン作

成のため、機器操作場面における人間の認知・行動の

機能の解明を行う。 

 平成15年度は、高齢者を含むユーザが視環境中の視

覚情報を認知する機構について、注意誘導特性の観点

から解明することを目指し、視覚情報を認知する際の

注意の働きを、選択意図による制御と経験に基づく制

御の側面から高齢者の特性を明らかにし、得られた知

見をガイドラインの基本特性として整理する。さらに、

行動指標と生理的な反応指標から注意状態を推定する

技術を確立する。  

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

身体・生態適合性評価技術グループ 

（Physical and Ecological Usability Design Group） 
研究グループ長：小木 元 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢者の身体的機能は加齢に伴って多様に変化して

いる。そうした変化への適応も含めて彼等のライフス

タイルも多彩であり、製品・生活環境等に対する人々

のニーズも多様化する。そうした状況を踏まえ、本研

究では人間と製品・生活環境等との適合性を多様に条

件付ける身体的機能・生態的機能に視点を置き、使い

やすさの評価技術を構築することを目的とする。 

 平成15年度は、住生活における製品適合性の向上を

目指し、前年度に試作した計測装置を用いて生活行動

や触知覚特性を計測し、製品環境のユーザビリティ評

価のための基礎的なデータを収集する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

認知的インタフェースグループ 

（Human-Computer Interaction Group） 
研究グループ長：北島 宗雄 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 情報・製品環境における人間の知覚認知行動特性の

計測を通じて、人間適合性を高めるための情報・製品

環境設計方法の確立をめざす。 

 平成15年度は、情報発信型ウェブサイト（数万ペー
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ジ）にウェブ認知ウォークスルーを適用し、ユーザビ

リティにおける問題点の発見、問題の解決を行う方法

を開発する。語彙データベースに基づいてウェブコン

テンツを評価するための評価関数の改善を行い、実在

するウェブページに対してより適切な指標を得るため

の技術を開発する。 

 また、入力系としては把持力をインタフェースとし

て利用するための特徴抽出を行う。出力系としては、

力覚形状呈示における視覚の影響を実験的に計測する。

対話系としては、仮想対話行動における視線理解の変

化に自己像表示が及ぼす影響を測定する。 

 さらに、平成14年度に作製した鼻内手術操作訓練用

模型システムの二次試作を行い、操作実験を行う。ま

た、顕微内視鏡により繊毛波動と繊毛輸送能を同時に

記録した画像を解析し、繊毛機能判定画像処理アルゴ

リズムを開発する。さらに、両眼立体視の有無に伴う

操作パフォーマンスと疲労の影響を評価し、内視鏡操

作の評価実験プロトコルの設計指針を得る。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

高齢者動作支援工学グループ 

（Neuromuscular Assistive Technology Group） 
研究グループ長：横井 孝志 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 福祉機器技術分野において、産業技術を活用して、

主に高齢者の運動機能を対象とした計測診断技術や訓

練補助技術の開発を行う。特に、高齢化社会において

重大な問題となっている寝たきりについて、寝たきり

に至るまでの過程の計測診断技術と、寝たきりを予防

するような訓練装置の開発を重点的に行う。 

 また、福祉機器技術の産業基盤を構築する立場から、

運動機能の補助を行う福祉用具や高齢者の日常生活環

境について、人体適合性を人間工学的に評価するため

の技術を、生理計測技術や運動計測技術を駆使して開

発し、製品のユニバーサル化や、生活環境のバリアフ

リー化に役立てる。 

 平成15年度は、寝たきり予防訓練装置プロトタイプ

について健常人を対象に使用し、長期的な訓練効果を

検討するとともに、運動機能評価装置としての性能を

評価する。また、空間評価のための行動モデル化と行

動評価技術としては、バーチャルヒューマン用動作時

系列データをデータベース化するとともに、リーチン

グ動作に関してバーチャルヒューマンによる動作生成

の精度を数値化する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

福祉機器グループ 

（Assistive Device Technology Group） 
研究グループ長：山根 隆志 

（つくば東・つくば中央第6） 

概 要： 

 健康的な生活をおくるための支援技術、機器技術の

研究開発を目的として、在宅で利用できる運動訓練装

置、高齢者・障害者のための直感的なインタフェース

技術などの開発を行う。 

 平成15年度は、前年度に試作した6自由度関節訓練

機構について、健常な被験者を対象に動作精度等の検

証を行う。また、本機構で実現された訓練動作により

改善が期待されるものを抽出し、在宅用機構がターゲ

ットとすべき自由度を絞り込む。 

 また、生体信号を利用したインタフェース技術につ

いては、障害者用の環境制御装置、ポインティングデ

バイス、食事支援システムなどに展開を図る。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

人工臓器・生体材料グループ 

（Artificial Organ and Biomaterial Group） 
研究グループ長：山根 隆志 

（つくば東・つくば中央第6） 

概 要： 

 長期生体適合性を有する体内埋込み人工臓器および

生体材料の研究開発を行う。また、長期埋込みのため

の共通基盤技術として、血液流路としてのデバイス形

状および生体材料に関する生体適合性および力学適合

性の評価法の研究を行う。 

 平成15年度は、人工心臓の機構の研究では、一点接

触型遠心ポンプに関して、体外式の補助循環ポンプと

しての製品化を進める。非接触駆動の動圧浮上遠心ポ

ンプに関して、数値解析を活用して改良設計を重ね、

動物実験における血栓形成の問題を解決する。 

 また、血液適合性評価の研究では、溶血模擬血液の

粒子径の精密調整を行い、感度を上げるとともに、新

材料の導入も検討する。またチタン製人工臓器の抗血

栓性を向上させる表面処理と細胞接着因子の検討を行

う。また、光学式血糖値センサに関しては、生体に近

いファントムモデルを作成し、温度および散乱変化を

補正するアルゴリズムを適用した場合の実用的なグル

コース濃度推定精度を検討する。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ニューロバイオニクスグループ 

（Neurobionics Group） 
研究グループ長：鈴木 慎也 

（つくば中央第6） 

概 要 

 病気・事故等で損なわれた高次生体機能（感覚・運

動・認知・行動等）を補助・代替する技術やこれらの

機能の加齢変化に適応するヒューマンインターフェー

ス技術の確立をめざして、その基盤となる神経行動機
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能特性の解析及び計測・制御技術の研究開発を行う。

具体的には、神経行動機能補助代替技術に必要な複数

神経細胞分離抽出装置及び神経組織内微小電極位置制

御装置等を開発し、筋・末梢・中枢神経系の生理計

測・機能解析を通じて 適なシステム設計とその制御

法を確立する。 

 平成15年度は、クラスタ中心の追跡によりスパイク

分離精度が向上することを、実データを用いた情報量

解析によって立証し、運動野損傷による前肢運動障害

及びその回復と大脳皮質機能再編成の関係を明らかに

する。また、加齢やストレスが影響するワーキングメ

モリーや情動記憶の基本的な神経特性について、辺縁

系－前頭前野－錐体外路を対象として神経と行動レベ

ルで解析する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

治療支援技術グループ 

（Surgical Assist Technology Group） 
研究グループ長：鎮西 清行 

（つくば東・つくば中央第6） 

概 要： 

 治療・診断統合を目指し、MRI 誘導下にロボット

技術を応用した内視鏡低侵襲手術の支援・訓練支援シ

ステムについて積極的な臨床応用を推進するとともに、

次世代極小侵襲技術の基盤技術開拓を目標とする。 

 平成15年度は、内視鏡の高度化の研究としては、

MRI 対応直視鏡を MRI 手術室で臨床試験を目指す。

さらに、ロボット装着に適した MRI 対応内視鏡とし

て、回転自由度を必要とする斜視鏡を試作し、光軸方

向の内視鏡本体による隠蔽部分低減を目指す。 

 また、MRI 画像誘導ロボットシステムの研究とし

て、6軸パラレルリンク機構によるロボットシステム

の MRI 対応性を検証するとともに、斜視鏡に対応し

た MRI 対応内視鏡把持ロボット試作機の完成を目指

す。さらに、軟組織の変形解明に関する研究としては、

複数層の針通過時の検知、手で持って穿刺した場合も

検出可能か実験的に明らかにする。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

医用計測グループ 

（Biomedical Sensing and Imaging Group） 
研究グループ長：本間 一弘 

（つくば東） 

概 要： 

 生体機能の計測、疾患検査・診断、予防医学などに

活用するための技術開発を展開する。平成15年度は、

複合脳内計測プローブの要素技術のさらなる高度化、

複合化を進めると共に、その有効性の検証を行う。ま

た、熱弾性応力測定法を用いた実験では、表面応力の

データ収集を継続すると共に、内部の力学的条件およ

び臨床成績との関連についてもさらなる考察を進める。

また、脳へらプローブについては、各種手術器具への

適用を目指し、微小測定面での計測方法を検討する。

近赤外光計測に使用可能な光学特性可変ファントムの

開発を目指し、近赤外光 CT 用ファントを作製する。 

 さらに、3次元拡散強調撮像法の実用化を目指し、

動物実験により疾患検出、脳機能計測を行い、医用計

測における有用性を評価する。また、3次元超高速撮

像法の開発としては、本提案手法を基本原理とする2

次元超高速撮像法の実用化を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高齢者の感覚知覚特性データの収集と

環境評価法の開発に関する研究 

［研究代表者］佐川 賢（感覚知覚グループ） 

［研究担当者］都築 和代、蘆原 郁、氏家 弘裕、 

中村 則雄、関 喜一、倉片 憲治、 

佐古井智紀（職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢者を含む各年代における視覚、聴覚、温熱感覚特

性のデータベースの構築を行うとともに、JIS 及び

JISTR（標準情報）さらに ISO/IEC、CIE などにおけ

る国際標準の制定を目指す。また、高齢者・障害者の特

性も考慮した環境・製品の安全性や機能性の評価法と評

価機器の開発を行う。 

 本課題では、高齢者の感覚知覚特性に関する知的基盤

の確立と、高齢社会における環境評価設計技術の開発を

目指して、人間感覚計測技術の開発、高齢者を含む多数

のデータ収集及び環境評価設計技術の開発を行う。 

(1) 高齢者の感覚知覚特性に関する知的基盤の確立 

 産総研では標準基盤戦略（平成14年11月）を打ち

立て、研究成果を JIS や ISO 等の国際標準として

確立する活動を推進している。3つの基本戦略の一

つとして、高齢者・障害者・消費者対応の JIS の

推進が揚げられ、本研究課題はこの基本戦略に人間

工学を基盤として直接寄与することを目的としてい

る。このため、視覚、聴覚、温熱感覚の加齢による

特性変化を捕らえる計測法の開発、及びデータの収

集を行い、加齢変化のデータベースを構築して高齢

者・障害者配慮設計指針の JIS 及び JIS TR（標準

情報）として確立する。 

 さらにそれらを ISO、IEC 等における国際標準

の場へ提案するため、ISO COPOLCO（消費者政

策委員会）、ISOTC159（人間工学）、CIE（国際照

明委員会）などの国際標準化活動を展開する。 

平成15年度の成果 

 有効視野計測装置を完成させ、若年者と高齢者各

40名について2種類の有効視野に関するデータを収

集した。また新たな課題として、点滅や動的な画像

による生体影響について安全基準を作成するための
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データ収集を開始した。一方、聴覚に関しては、高

周波の基準聴覚特性に係わるデータを100名の若年

者を対象として収集し、また低周波音の不快度、許

容度について30名データを収集し、ともに JIS 化

へのデータ整備を進めた。また、高齢者60名の局所

温熱環境特性データを収集し、温熱環境評価法に関

する JISTR 案をほぼ完成した。 

 規格化に関する作業として、国際共同研究で進め

てきた等ラウドネス曲線の見直し作業が ISO226

（2003）として発行された。また、平成14年度作成

の高齢者障害者配慮設計指針 JIS 原案3件が制定さ

れた。一方、国際標準へ向けた活動を ISOTC159ア

ドホックグループや IEC を中心に展開し、国際標

準化を進展させた。また、ISO COPOLCO に参画

し、消費者中心の規格の現状と今後の動向を把握す

るとともに、映像の安全性などの新規提案を行った。 

(2) 環境評価設計技術の開発 

 人間を取り巻く環境創造のハード的な技術は進展

しているものの、人間から見た環境評価というソフ

ト的な技術は立ち後れている。本課題ではこの問題

を解決するため、視覚、聴覚、温熱感覚を対象に、

高齢者・障害者のための安全性・機能性及び快適性

に視点を当て、環境評価法の要素技術及び評価機器

の開発を行う。 

 具体的には、交通視環境の安全性評価法、低周波

騒音の不快度・許容度の評価、睡眠を中心とした温

熱環境の快適性の評価法などを開発し、高齢者の生

活環境の改善を目指す。 

 さらに、高齢者・障害者のための感覚技術情報提

示機器の評価・設計支援技術として、視覚障害者に

聴覚情報で障害物を認知させる訓練システムの開発

とその評価、補聴器の音質歪みの計測と評価、高齢

者に適合する携帯電話システムの開発等、IT 時代

における高齢者のユーザビリティ及びアクセシビリ

ティに基づいた評価設計法の開発を目指す。 

平成15年度の成果 

 オプチカルフローに基づく運転時の速度知覚と視

認性特性を把握し、速度感推定手法を開発した。ま

た、睡眠中の温湿度環境が人体の体温調節特性とメ

ラトニンに及ぼす影響を明らかにし、熱ストレスの

軽減方法を開発した。一方、聴覚情報による視覚障

害者の歩行訓練のための障害物知覚訓練用音響

CDver1.0を配布し、訓練効果を確認した。これら

の結果をセンソリーバーチャルヒューマンのデータ

ベースとして整理した。また、難聴の早期発見用機

器としてモバイル型オージオメータのプロトタイプ

を試作した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］感覚知覚、環境評価、国際標準、工業標

準、高齢者、障害者、人間工学、知的基

盤 

 

［テーマ題目２］人間生活における認知行動モデル化の

研究 

［研究代表者］赤松 幹之（行動モデリンググループ）、

熊田 孝恒（視覚認知機構グループ）、

北島 宗雄（認知的インタフェースグル

ープ） 

［研究担当者］宇津木明男、高橋 昭彦、熊谷 徹、 

金子 利佳、武田 裕司、渡邊 克己、 

森川 治、橋本 亮一、竹内 晴彦、 

佐藤 滋、山下 樹里 

（職員14名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 生活場面における認知行動モデルの構築を目標に、運

転行動を取り上げ、運転時における視覚情報の能動的獲

得においては注意機構の知見を取り入れ、実運転および

シミュレーションにおける運転行動 DB の構築およびそ

の分析によりデータ駆動型状況依存行動モデルの構築を

目指す。また、視覚的注意機構、ウェブからの情報獲得、

認知的インタフェースに関連して認知行動的研究を行う。 

15年度の成果 

１）運転行動の DB 化とデータ駆動型状況依存行動モ

デル：一般道路での運転行動のデータを総計約

2,300トリップ延べ3万キロ以上のデータベースを構

築した。さらに、ハンドル操作と地図データを併用

することで加速・減速といった運転行為を自動的に

判定する技術を開発し、運転行動ラベルを付加し、

データベースを高度化した。また、このデータベー

スを用いて交差点での減速停止における減速操作を

対象に、運転者の意図を内部状態として持つ動的ベ

イジアンネットワークモデルを構築し、交差点での

停止を評価・予測する手法を開発した。 終的に停

止するかどうかを予測した結果、停止するデータに

対して1秒前であれば確率50%であり、0.5秒前にな

ると確率75%であった。さらに、予測モデルの精度

の評価方法の確立を目指すとともに、現在の特定の

交差点を対象とした特定ドライバーの運転行動モデ

ルに関して、交差点の拡張と適用ドライバーの拡張

するための方策について検討を開始した。 

２）視覚的注意機構：視覚探索過程の選択意図による

制御が過去経験とは独立に働くことを明らかにし、

さらに、高齢者においては選択意図による制御の機

能が低下することがわかった。また、実際の作業に

近い状況（外部からのノイズが混入する場所で、被

験者が自由に頭部、眼球、腕などを自由に動かして

作業している状況）で注意状態を測定するための技

術を開発し、データを収集した。これらのデータか

ら多変量線型モデルによって注意状態を推定し、作

業パフォーマンスとの相関関係について検討を開始
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した。さらに、注意機能の低下パターンを個人別に

評価する検査手法を開発し、高齢者の注意機能低下

の特性を明らかにした。これらの結果をユーザビリ

ティのためのガイドライン項目としてまとめた。さ

らに、脳波を指標として、行動中の人間の注意状態

を推定する技術を開発した。 

３）ウェブからの情報獲得：大規模情報発信サイトで

ある msn.encarta.com を対象として、大学生レベ

ルの知識を持ったユーザにとって見出すことが困難

なコンテンツを予測した。これらのコンテンツのな

かから40のものを選択し、22名の被験者を対象に、

評価実験を行ったところ、36のコンテンツについて

は予測どおりの結果を得た。これらのコンテンツを

容易に探し出せるようにそこにいたるリンク構造を

情報探索のモデルに基づいて変更したところ、

100%の修復効果を得た。さらに、語彙データベー

スを用いたウェブコンテンツの評価においては、従

来は使用語彙に対する属性の平均値を用いていたが、

理解困難な語彙のみに着目して、注目する属性の加

算値に基づく指標とすることによって、より適切な

評価値を得ることができた。 

４）認知的インタフェース：入力系としては、被験者

実験により入力時の意図状況により把持力に変化が

生じることを確認した。出力系としては、力覚形状

呈示における視覚の影響計測の予備実験として柔軟

度の異なる材料に対する官能検査を実施し、提示条

件を明らかにした。対話系としては、自己像表示の

効果を測定し、表示により対話相手の視線に対する

親密度などの主観評価が増えることが明らかとなっ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］認知行動、注意機構、人間特性、視覚情

報、視行動、情報検索、情報獲得 

 

［テーマ題目３］福祉機器開発技術に関する研究 

［研究代表者］横井 孝志（高齢者動作支援工学グルー

プ）、鈴木 慎也（ニューロバイオニク

スグループ）、小木 元（身体・生態適

合性評価技術グループ）、山根 隆志

（福祉機器グループ） 

［研究担当者］池田 喜一、児玉 廣之、本間 敬子、 

福田 修、菅原 順、稗田 一郎、 

金子 文成、瀧田 正寿、金子 秀和、 

篠原 正美、大塚 裕光、横山 一也 

（職員16名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢者の自立支援を目的として、身体機能の代替・補

助技術および機能訓練技術に関する研究開発を中心に行

う。得られた技術シーズの産業応用を常に念頭に置き、

企業との共同研究などに積極的に取り組み、技術の洗練

化・高信頼性の実現を図る。 

平成15年度成果 

１）人体適合性評価手法：人体適合性評価手法の一環

として、神経筋骨格モデルに基づいた歩行シミュレ

ーションシステムプロトタイプを構築した。義足歩

行シミュレーションに適用し、それに基づいた 適

義足寸法値を見出すことができた。これにより、こ

のプロトタイプが人体適合性評価手法として利用可

能であることを確認できた。 

 また、基本住生活動作に関して動作条件を変えた

100種の動作データを補完･修正し平滑化した後、被

験者プロファイルともリンク付けすることにより実

測動作データ350件のデータベースプロトタイプを

構築した。また、このデータを基に仮想人間で生成

したまたリーチング動作精度は、実測動作データの

±5%の範囲であった。これは人間の動作のばらつ

きと同程度かやや小さいことから、実用上十分な精

度であると考えられた。さらに、企業と共同で人間

工学的動作解析ソフトウェア、生体情報複雑系解析

ソフトウェアのプロトタイプを構築した。 

２）製品のユーザビリティ：高齢者368人を対象に家

電製品等に対する製品ユーザビリティについて活動

状態の観点からの調査を行い、製品使用の難易度に

比較的安定した結果が得られた。また、触知覚実験

時の負担軽減の必要性が判明した。より自然な姿勢

での計測状況を実現するために触知覚提示装置を改

良し、計測を実施した。さらに、触覚と力センサを

組み合わせた触覚デバイスの試作・提案を行った。 

３）下肢訓練機器の開発：足関節底屈・背屈動作実験

により、角度：底屈45度～背屈20度、角速度：0.2

～3.5度／秒の範囲で動作可能であることを実証し

た。さらに、若年成人被験者を用いた基礎実験を実

施し、 大筋力の30%未満の低負荷でも筋力を維持

できることを確認した。脳血管疾患により痙性・拘

縮を生じた足関節の訓練にターゲットを絞込み、足

関節2自由度の在宅用機構の設計試作を行った。 

 また、寝たきり予防訓練装置プロトタイプによっ

て低負荷運動訓練を行い、低負荷でも神経系の適応

により筋出力発揮特性が維持されることを見出し、

このプロトタイプは力モニタリング機構を有するた

め、人体適合性評価手法のための運動機能評価装置

として利用可能であることを確認した。 

 さらに、訓練効果を簡易に測定・評価する体肢断

面計測システム、高齢者用下肢筋力計測システムに

関して、企業と共同開発を開始した。体肢断面計測

システム開発では、取得画像解析用ソフトウェアプ

ロトタイプを構築した。下肢筋力計測システムでは、

1次試作品をもとに改良点の抽出を行った。 

４）筋活動電位を利用したインタフェース技術：筋電

位信号、身振り、まぶたなどの微小動作によりコン
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トロールが可能な環境制御装置、ポインティングデ

バイスおよび食事支援システムを構築した。特に、

環境制御装置については、国内の大手家電メーカ製

品のほとんどのリモコンへの対応を実現した。また、

筋ジストロフィ症患者、脊椎損傷患者、前腕切断者

や高齢者による検証実験を行い、目標とした95%以

上の操作精度を実現した。試作した装置を国内の展

示会などに多数出展し、市場から大きな反響を得る

ことで、本技術開発の方向性の正しさ、シーズの有

効性を確認した。 

５）神経行動機能補助代替技術：クラスタ中心の追跡

機能を用いることにより、スパイク列データから従

来の約1.5倍の情報を取り出せることを実証した。

脳虚血後の前肢運動障害の回復に伴い、非梗塞側の

運動野による障害前肢支配が見いだされた。辺縁

系-前頭前野回路と前頭前野-錐体外路系が、ワーキ

ングメモリーと情動記憶の両方へ関与するという行

動レベルでの知見を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者、機能訓練、インタフェース、生

体信号、ユーザビリティ、リハビリ訓練 

 

［テーマ題目４］生体機能代替システムに関する研究 

［研究代表者］山根 隆志（人工臓器・生体材料グルー

プ） 

［研究担当者］野中 勝信、白崎 芳夫、林 和彦、 

西田 正浩、丸山 修、伊藤 敦夫、 

小沼 一雄（職員8名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 品質管理に優れ、長期耐久性を有する人工物を用いた

生体機能代替システムの実現をめざした研究を行う。心

不全患者のために、3ヶ月以上動物実験で連続使用可能

な遠心型人工心臓の研究開発を行い、生体材料の比較評

価も行う。遠心式人工心臓の承認申請に必要な生体適合

期間は3か月であるので、これを超えることを目標と設

定している。 

平成15年度成果 

１）人工心臓の機構に関する研究： 

 数週間用の補助循環ポンプとして、羽根車を1点

支持した遠心ポンプに関して、企業と実用化開発の

契約締結にこぎつけた。また、駆動系に必須のピボ

ット荷重計測データを取得したほか、実用に足る良

好な溶血成績を得た。 

 5年以上の耐久性が期待できる動圧浮上式遠心ポ

ンプに関しては、数値解析を行った上で動物血実験

を繰り返し、動圧軸受溝を深くするとともに羽根枚

数を増やすことにより流れを一様化することが可能

になり、狭い隙間に起因する溶血と血栓の低下を図

った。一方、長期耐久性を持つ磁気浮上小型血液ポ

ンプに対しては、軽量化した磁気駆動系を組み込ん

だシステムを構成し、その性能を確認するとともに

初の溶血試験段階まで到達した。また、NEDO プ

ロジェクト参加企業の遠心式人工心臓について、流

れの可視化データを取得・提供した。 

２）人工臓器・生体材料の生体適合性評価の研究： 

 血液適合性評価では、循環器系人工臓器の溶血特

性を試験できる、動物血代替マイクロカプセル模擬

血液について実験手法の確立を図った。すなわち小

さいカプセル径を除去することにより殆どの臨床用

ポンプに対応できる感度にまで上げることに成功し

た。これによいり、実用デバイスの溶血試験順序を

ほぼ再現する模擬試験ができることを確認した。こ

の成果に関しては、学会から論文賞受賞を授与され

た。さらに、新材料としてゼラチン製模擬血液を試

作した。 

 血液に接触する抗血栓性材料については、チタン

合金に血液適合性を考慮した表面処理を施してチタ

ン材料の血小板付着率を半減させる表面処理法を見

出し、血小板付着に関するスクリーニング評価を行

った。血液に接触するピボット受けについて摩耗特

性試験を行い、摩耗形状とクリープ変形等を明らか

にした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体機能代替、人工心臓、生体材料、模

擬血液、生体適合性 

 

［テーマ題目５］医用計測・治療支援機器技術に関する

研究 

［研究代表者］鎮西 清行（治療支援技術グループ）、

本間 一弘（医用計測グループ） 

［研究担当者］山内 康司、小関 義彦、鷲尾 利克、 

葭仲 潔、中谷 徹、兵藤 行志、 

谷川ゆかり、有本 英伸、山下 樹里 

（職員11名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 「高齢化社会における安心・安全で質の高い生活」

（国家産業技術戦略 H12.4）を達成するために不可欠

な「手術に伴う患者の精神的・身体的負担の軽減を目的

とした低侵襲の治療支援機器の開発」「治療に必要な診

断用情報の計測および提示技術、高精度検査診断や予防

医学などに活用するための医用計測技術の開発」を行う

ことを目的とする。 

平成15年度成果 

１）医用画像診断技術：3次元拡散強調撮像法の実用

化を目的に動物実験を繰り返し、脳梗塞ラットに適

用し疾患部位の計測ができた。2次元超高速撮像法

を現有の MRI 装置に移植し、約50msec で撮像で

きることを確認した。超偏極 MRI 技術の開発を進

め、偏極率5%でラットの血流動態の計測が可能とな

った。また、光マイクロプローブ法と微小透析法と
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の複合化を進め、被計測領域を明らかにすると共に

虚血や過渡的電磁界変動に対する脳内代謝計測での

有効性を確認した。また、熱弾性応力測定法では、

人工股関節ステム形状による骨表面応力分布の類型

化を行い、応力発生の要因を明らかにした。「脳へ

ら」については、組織中の酸素濃度の変化を捉える

ことができ、開発機器の有効性を確認した。近赤外

光 CT 用可変ファントムの TR 案を作成した。また、

3次元型アルゴリズムについては、光 CT データか

らの再構成画像と MRI 画像との比較から精度を検

証し、妥当性を確認した。 

 さらに、光学式血糖値センサに関して、開発した

生体ファントムを用いてグルコース濃度を計測し、

推定精度が30%前後低減できることを確認した。総

合的には温度変化を有する環境下で約5%、散乱変化

を有する環境下で約10%の誤差レベルを達成した。

人体皮膚での測定を想定し、光ファイバーを用いた

近赤外領域における拡散反射型プロットタイプを作

成した。 

２）MRI 対応技術：手術ロボット、内視鏡など外科

治療のキーデバイスを MRI 誘導下の手術環境で使

用可能とする技術につき、世界に先駆けて発表を行

った。MRI 対応6軸パラレルリンク機構を米国研究

機関（SPL）の手術用 MRI 内にて、再現精度が把

持端で0.1mm を確認した。一方、ロボットの動作

に起因する電磁干渉が生じることが課題となった。

内視鏡把持ロボットとして、平成15年度プロトタイ

プより40%薄い90mm の厚さの試作機を完成した。

画像誘導ロボット用インタフェースを試作した。手

術情報ログシステムは、内視鏡手術を例に既存のオ

フラインデータを使った検証の結果、ログ解析が半

自動化、効率化可能であることを確認した。 

 また、MRI 対応内視鏡については、経鼻腔脳神

経外科手術を想定した、MRI 内で内視鏡を操作す

る機構の開発も進めた。撮像領域に近接して使用で

きる内視鏡として世界初の手法を開発した。MRI
対応直視内視鏡を試作し、臨床試験に要求される性

能・安全性試験を終了した。ロボット内視鏡用の

MRI 対応斜視鏡については、光軸を折り曲げた構

造の基本設計を終えた。 

３）針刺しセンサ：針刺しセンサの臨床応用に向け医

師と共同で動物実験を行った。針通過時の医師の感

覚とセンサの信号の一致を調べた結果、定性的な一

致を確認した。 

４）手術トレーニングシステム：訓練用模型システム

の二次試作を行い、内視鏡手術操作の分析により実

験プロトコルの設計に内視鏡角度が有用であること

を見出した。また、人体モデルの開発・製造などを

目的としたベンチャを起業、産総研ベンチャの認定

を受けた。繊毛運動に伴う粘液波動の周波数（測定

範囲2Hz～30Hz、精度0.2Hz）と進行方向ベクトル

の測定を可能とする解析アルゴリズムの開発と実装

を行った。両眼立体視の有無が鉗子移動操作に影響

することを確認した。疲労評価についてはタスクの

種類と難易度の設定・評価方法を決定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体可視化技術、MRI 対応技術、画像

誘導、手術訓練、ロボット 

 

⑭【脳神経情報研究部門】 
（Neuroscience Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究ユニット長：岡本 治正 

副研究部門長：国分 友邦、栗田多喜夫 

総 括 研 究 員：山根 茂、国分 友邦（兼務） 

        栗田多喜夫（兼務） 

 

所在地：つくば中央第2、第6、第4、北、 

    臨海副都心センター 

人 員：55（53）名 

経 費：668,284千円（540,841千円） 

 

概 要： 

 脳研究は、科学的に大きな価値を持つばかりでなく、

社会的、経済的にも大きな成果が期待されている。人

間のあらゆる行動の基礎となっている脳の機能と機構

を解明することで人間の根本的な理解が可能となり、

それに基づいて新しい産業技術基盤が確立されると期

待されている。フロンティア創造型の科学技術立国を

目指すわが国においては、国として積極的に推進すべ

き重要課題である。先進各国でも脳研究を国として支

援している。この分野は学問的に極めて若い分野であ

り、未成熟の技術的要素も多いが、今後は急速な研究

の進展が予想される。 

 本部門では、脳の構造と機能を理解するとともに、

それに基づいて、安心・安全で質の高い生活を実現す

るための技術基盤の確立を目指す本格研究を展開する

ことにより、関連産業の振興に資することをミッショ

ンとする。すなわち、脳の物質的な構造と仕組みの理

解からは、脳神経系のイメージング技術の開発や疾患

診断・治療技術の開発等によりバイオ産業や医療福祉

産業の振興に、また、脳における情報表現と情報処理

の理解からは、人間と相性のいい脳型の情報処理技術

の開発等により情報関連産業の振興に貢献する。 

 本部門の研究分野は、対象とする脳の特殊性・複雑

性から他の科学分野に比べ未だ萌芽的段階にあるため、

21世紀に残されたフロンティアサイエンス研究の重要

な分野の一つとされており、その推進のためには、い

わゆる第1種、第2種いずれの基礎研究においても、異
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分野の融合がキーポイントとなっている。そこで本部

門では、ミッションの達成にあたり、既存の専門分野

にとらわれず研究に取り組む若手の研究者の育成を図

ると共に、グループ、ユニットの枠組みをこえた内外

の先端的な研究者との積極的な交流を推進する。また、

国際的な学術雑誌等における成果発信はもとより、イ

ンターネット等を利用した情報発信や民間企業との共

同研究等を通した社会への貢献を図る。 

 本部門は、脳の構造と機能を DNA、タンパク等の

分子のレベルから、認知行動やコミュニケーション等

脳の高次機能に至るまで、それぞれのレベルでハード

面からの生命科学的アプローチと、ソフト面からの情

報科学的アプローチを組み合わせた研究を展開し、そ

れに基づく技術基盤の確立を目指している。 

 そのため、先ず以下の4つの重点研究課題を設定し

た。 

① 脳神経細胞・遺伝子の機能解析とその利用 

 神経細胞の発生・再生、回路網形成、機能発現に

関わる遺伝子群の解明と利用を目指す。 

② 高次認知行動機能の研究 

 知覚・認知・行動機能の総合的理解、その脳内機

構の解明を目指す。 

③ 脳における情報処理機構の解明（生理学的アプロ

ーチ） 

 コンピュータには備わっておらず脳に特異的に存

在する情報処理機構の解明を目指す。 

④ 脳情報工学に関する研究 

 脳を参考にした、様々な場面で共通に利用できる

情報処理方式の開発を目指す。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「Na+チャンネル開閉機構の電子顕微鏡による解析」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「知的学習の成立と評価に関する脳イメージング研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「FFRP 立体構造の決定・解析および古細菌 FFRP の

分子識別機能の解析」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「高次視覚機能獲得過程に関する行動実験と単一細胞活

動記録」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（科学技術振興事業団） 

「神経伝達物質受容体制御の分子機構」 

 

財団法人日産科学振興財団 日産学術研究助成 奨励研

究「行動を制御する神経活動と神経回路網の生体内での

可視化解析」 

 

財団法人大川情報通信基金 財団法人大川情報通信基金 

2003年度研究助成「PDZ ドメインの結合タンパク質を

予測するアルゴリズムに関する研究」 

 

財団法人住友財団 2003年度基礎科学研究助成 「文脈

依存的な動的記憶・学習システムの神経基盤に関する認

知神経科学的研究」 

 

財団法人住友財団 2003年度基礎科学研究助成「動物の

行動を制御する神経活動と神経回路網の生体内での可視

化解析」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「創薬及

び生物研究情報基盤としての生体内ペプチドの多角的デ

ータベース化に関する研究／生体内ペプチドの生物活性

受容体と立体構造に関する研究／機能性蛋白質発現系を

用いた生体内ペプチドの生物活性と機能検索に関する研

究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「組み合せ構造を持つ確

立モデル構築のための学習理論」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「場所細胞による移動ロ

ボットのナビゲーションの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「日本手話発話中の話者

の顔表情に表れる言語情報の画像認識とその手話認識へ

の応用」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「幼児の発達過程に学ぶ

ヒューマノイドロボットのモータースキル学習」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「非侵襲的脳機能画像法

からみた顔と人名の連合学習機構に関する認知神経科学

的研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「リハビリテーションに

よる脳機能回復にともなう神経回路再構成プロセスの解

明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ヒトの主観的味覚特性

と味覚中枢の活動との相関に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「独立成分分析を用いた

物体の見えからの拡散／鏡面反射成分の分離手法の研

究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「シナプスにおける
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CaMKⅡ結合タンパク質のスクリーニング」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「作用記憶におけるチャ

ンキングの脳活動に関する fMRI/EEG 研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「分子病態の解明と治療

を目的としたディスフェルリン結合タンパク質に関する

研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「脳内分散

情報の視床による注意統合機構」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「逆行性神

経情報伝達機構の分子生物学的研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「小脳にお

ける運動学習の計算機構の解明に関する研究」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（新規）「道具使用

の脳内表現」 

 

京都大学 科学技術振興費「「試行を通じた学習｣の脳内

機構の解明とその応用に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「自然界の適応淘汰に学ぶ

比較蛋白質設計」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究

プログラム／生体高分子立体構造情報解析／蛋白質の構

造・機能解析技術の開発」 

 

発 表：誌上発表91（74）件、口頭発表140（41）件、 

その他16件 

-------------------------------------------------------------------------- 
脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Group） 
研究グループ長：国分 友邦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 脳神経系の形成及び機能発現のメカニズムについて、

ラット、マウス、カエル、ホヤ、線虫など様々な実験

動物の特質を利用して、分子・細胞レベルで理解する

ことを目的としている。特にキー遺伝子群の発現制御

ネットワークについて、統合的な理解を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurophysiology Group） 

研究グループ長：久保 泰 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 脳の機能は、受容体やイオンチャネルなどを介した

神経細胞間の情報伝達とそれらの活動の精密な調節・

連携により発揮され、生命活動の基本である恒常性維

持から学習や記憶といった高次の神経機能まで多様で

ある。当研究グループでは、遺伝子・生物工学を駆使

して神経機能調節にかかわるタンパク質の構造・機能

および活動調節機構を分子・細胞レベルで明らかにし、

新しい治療・診断薬や生体素材を開発することを目指

している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 
DNA 情報科学研究グループ 

（Information Biology Group） 
研究グループ長：鈴木 理 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 脳に見られる高度な細胞ネットワークの起源は単細

胞生物に備わる環境適応能力にある。両者はともに細

胞内の遺伝子ネットワークを介した遺伝子制御による

細胞の自己改変の結果、達成されている。当研究グル

ープはミクロコスムの分子情報科学的、構造生物学的、

あるいはゲノム生物学的な解明により、マクロコスム

を組織する原理とその起源を理解する事を目標として

いる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Group） 
研究グループ長：佐藤 主税 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 神経細胞の構造と機能の制御機構を、生物物理学的

手法で分子・細胞・神経回路網レベルで研究している。

近、液体 He 電子顕微鏡と画像処理技術を用いたチ

ャンネル蛋白質の単粒子構造解析法で、電圧感受性

Na チャンネルの3次元構造を世界で始めて決定した。

また、世界 高水準の検出能の新型偏光顕微鏡を開発

し、無染色で伸張中の神経の内部構造を観察すること

に成功した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

感覚認知科学研究グループ 

（Human Perception and Cognition Group） 
研究グループ長：斉藤 幸子 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 脳磁場・脳電位計測・fMRI 等によるヒトの脳活動
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の非侵襲計測や、心理物理計測の手法を用いて、人間

の感覚認知過程を総合的に理解することを目指してい

る。味覚・嗅覚の感覚認知過程、空間情報の知覚-運

動過程、視覚情報の統合過程の解明を目標としている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

認知行動科学研究グループ 

（Cognitive and Behavioral Sciences Group） 
研究グループ長：杉田 陽一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 行動科学・神経生理学・計算論的脳科学など多用な

方法を用いて、表情など複雑な視覚刺激の認識、音声

認識、異種感覚間相互作用、選択的注意、記憶と学習

などの高次脳機能の学際研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 
研究グループ長：山根 茂 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 高次脳機能の神経科学的研究を行い、脳をシステム

として理解することを目的にしている。運動指令脳内

メカニズムの解明と構築、学習発達における神経伸長

因子の役割、小脳学習のランダムウオーク仮説、報酬

期待の細胞発見等の成果をさらに発展させ、人工小脳

開発や高次機能の解明の研究に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：赤穗昭太郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 脳の神経回路は従来の情報処理技術では不可能な柔

軟で複雑な情報処理を行っている。当研究グループで

は、脳の情報表現や学習・適応のアルゴリズムがどう

なっているか、なぜ神経回路のような構造が情報処理

をする上で有用なのか、といった問題を通じて、脳の

計算原理を数理的に理解することを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

脳情報工学研究グループ 

（Neuroengineering Group） 
研究グループ長：梅山 伸二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 視覚情報処理から適応、学習に至るまで、脳におけ

る柔軟な情報処理が、その神経回路網の上で、どのよ

うな原理に基づき、またどのような情報表現、アルゴ

リズムを用いて実現されているかが次第に明らかにな

りつつある。本研究グループは、そのような脳の情報

処理メカニズムや原理を利用することにより、柔軟で

頑健な情報処理システムを構築し、従来の情報処理で

は困難であったような課題に対して、解決を与えるこ

とを目標としている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ボリュームグラフィックス連携研究体 

（The Collaborative Research Team of Volume 
 Graphics） 
研究グループ長：村木 茂 

（臨海副都心） 

概 要： 

 MRI や共焦点顕微鏡など、脳神経構造を解析する

装置の多くは、ボリュームデータと呼ばれる形態表現

法を用いる。当研究体では、ボリュームデータを基本

としたシミュレーションと可視化を高速に行う新しい

計算機を、産学官共同で開発している。 

研究テーマ： 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］脳神経細胞・遺伝子の機能解析とその

利用 

［研究担当グループ］脳遺伝子研究グループ、脳機能調

節因子研究グループ 

DNA 情報科学研究グループ、構造生理

研究グループ 

［研究担当者］国分 友邦、久保 泰、鈴木 理、 

佐藤 主税他（職員19名、その他39名） 

［研 究 内 容］ 

 (1)-1．神経発生における FGF シグナリングの役割

解明とその利用 

 ツメガエル胚脊髄の発生を支配する Xcad3遺伝子の

転写制御が、同遺伝子エンハンサー配列上における

FGF、BMP、Wnt の三種シグナリングの統合によりな

されることを見出した。また、FGF シグナリングに応

答するマウス snail 遺伝子のエンハンサー配列を利用し

て、神経冠幹細胞を GFP の発現により特異的に標識し

たトランスジェニックマウスを作成、解析し、再生医工

学への利用の手がかりを得た。 

 (1)-2．光学イメージング手法により神経回路網解析

に関する研究 

 光学イメージング手法をラット脳スライス標本に適用

することで、海馬（日常的な出来事の記憶に重要）、扁

桃体（情報記憶に重要）二つの脳領野がゲート機構をも

つ特殊な神経回路により結びつけられていることを見出

し、扁桃体が海馬への記憶情報の入力を促進しているこ

とを明らかにした。また、市販された装置を超えたスペ

ックを有する大型 CCD 光イメージングシステムの性能
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向上の 終的仕上げ段階に入った。他方、Ca 濃度変化

により神経細胞の活動を光学的にモニターする

CAMELEON 蛍光タンパク質遺伝子の改良と、それを

モデル生物線虫の神経系に導入した形質転換体を作成し

た。 

 (2)-1．受容体やイオンチャネルなどの機能を修飾す

る因子を、両生類、爬虫類、節足動物より探索を進めて

いる。現在までにアセチルコリン受容体の機能修飾活性

のあるペプチドが複数同定され、それらについてほぼ特

性の解析が終わった。アリ由来の新規生理活性ペプチド

が強力な抗菌性を示すことを発見した。またイオンチャ

ネルブロッカーと構造類似性のある別のペプチドを発見

し、その特性解析を進めている。またクモ毒腺由来の生

理活性ペプチドの網羅的提示を目指して、良質の

cDNA ライブラリーの構築を行っている。さらに、分

化活性を持つ因子の探索のための発現スクリーニング系

を開発し、それを利用して候補を絞り込んでいる。 

 (2)-2．グルタミン酸受容体のシナプス部位への輸送

に関与する受容体内の配列の決定を進めている。また

CaMKII 結合タンパク質の候補分子の探索を行ってい

る。 

 (2)-3．δカテニンが持つフィロポディア誘導機構や

AMPA 型グルタミン酸受容体の発現調節機構について

解析する。 

 (2)-4．昨年までに確立した分散培養系の長期観察シ

ステムをより生体に近い系に発展させるため、神経及び

シナプスを可視化したトランスジェニックマウスを作成

している。 

 (2)-5．運動している神経細胞の分布、速度、形態変

化等を観察した。その結果、今まで報告されていない種

類の運動であることが強く示唆された。 

 (3)-1．単粒子解析は電子顕微鏡像から結晶を用いず

にタンパク質構造を決定する。その分解能を向上させる

ために、これまで Neural Network(NN)法を用いた画

像拾い上げプログラムの作成に成功し、世界 高の95%
の的中率を達成した。さらなる分解能の向上のため、

99%の的中率を目指す。さらに NN の一種である GNG
を用いた高精度画像分類プログラムの作成に成功した。

その分類性能とノイズ耐性は現在世界 高性能であるが、

さらなる性能の向上を目指す。現在、単粒子解析用統合

システム BESPA を構築している。 

 (3)-2．高解像度の光学顕微鏡を用いた神経伸長機構

の解析のデータが出始めた。 

 (4) 平成15年度の研究目標として3項目を設定した。 

 第1は、古細を菌、真正細菌の転写制御系全体像の解

明である。これに関し多数の新知見を得、これを

Structure 誌をはじめとする雑誌に論文として発表する

とともに、その成果をふまえた研究提案を行い、科学技

術振興事業団 CREST 事業により採択された。第2は、

単細胞真核生物の環境適応機構、転写制御機構の解析で、

原子紅藻の核（第一染色体）、オルガネラのゲノム配列

を決定し、これをもとに両者のコミュニケーション機構、

環境適応機構を解析し、現在、報文を準備中である。第

3は、多細胞化を可能にする真核生物の転写制御機構の

解析で、多細胞真核生物の転写制御系と単細胞生物の転

写制御系の比較に取り組んでいる。 

［分 野 名］ライフサイエンス・情報通信 

［キーワード］神経冠幹細胞、光学イメージング、 

cDNA ライブラリー、単粒子解析 

 

［テーマ題目２］高次認知行動機能の研究 

［研究担当グループ］感覚認知科学研究グループ、認知

行動科学研究グループ 

［研究担当者］斉藤 幸子、杉田 陽一 他 

（職員9名、その他24名） 

［研 究 内 容］ 

 (1)記憶の脳内機構に関するイメージング研究は順調

に成果を挙げ続け、国際誌への発表も続いている。異種

感覚相互作用については、脳が光受容に対する時間遅れ

を計算に入れて、聞こえた音と見えた光（映像）を統合

していることを発見し、Nature 誌に発表した。 

 (2)-1．ヒトの主観的味覚特性と味覚中枢との相関に

関する研究 

 当所で開発した味刺激提示装置と脳磁場計測装置を用

いて、日大医学部の鼓索神経障害例の味覚一次野におけ

る側性を検討した結果、72.2%が両側性であるという結

果を得た。本研究は、第18回日本生体磁気学会において、

2003年 U35（35歳以下の若手）研究優秀賞を受賞した。 

 (2)-2．嗅覚の認知機構 

 本研究では産総研、東京大学大学院医学系研究科、大

阪大学大学院基礎工学研究科と共同で、嗅覚機構に関す

る細胞レベル－嗅球レベル－脳応答－認知過程の基礎研

究を行い、臭気環境評価のための計測法・評価法に反映

させる。当グループは嗅覚順応の認知機構の研究を担当

し、持続的臭気に対する時間的依存性の計測結果の解析

から、時間的依存性の多様性や、認知的要因が順応過程

に及ぼす影響を見出した。 

 (2)-3．視覚情報処理のダイナミックスの基礎的理解 

 視覚情報処理の背腹側両系を賦活すると考えられるタ

イムロックされた視覚刺激を新たに考案し、機能的核磁

気共鳴画像及び電位・磁場同時計測を開始しデータを蓄

積中である。機能的核磁気共鳴画像の予備的結果から、

上記の視覚刺激は期待された通り背腹側両系を賦活する

ことが分かった。 

 (2)-4．知覚情報の運動への変換過程の基礎的理解 

 本研究では、知覚情報が一次運動野の準備過程にどの

ように影響しているかを示し、一次運動野準備活動の時

間特性の刺激依存性を解明する。現在、反応時間課題に

おける一次運動野の準備活動の時間特性は、反応課題遂

行の戦略には依存しないが、刺激強度には依存すること
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が分かった。 

 (2)-5．スティック型嗅覚同定能力検査法の開発 

 「スティック型嗅覚の同定能力検査法」の使用を効率

的にするための測定装置について新たな特許及び実用新

案の出願を行った。 

 (2)-6．気体濃度変化センサーの研究 

 世界 高の時間分解能（0.5ミリ秒）をもつ気体濃度

変化センサーの開発に成功した。 

 (2)-7．嗅覚データベースの構築 

 2002年度12月に公開以来、アクセス件数（医学界、産

業界、公設機関等）が飛躍的に増えた「人間のにおいの

感覚データベース」について、これまでの閾値・強度の

データに加え、においの質・快不快のデータを追加した。 

［分 野 名］ライフサイエンス・情報通信 

［キーワード］脳内機構イメージング、異種感覚相互作

用、主観的味覚特性、嗅覚の認知機構、 

 

［テーマ題目３］脳における情報処理機構の解明 

［研究担当グループ］システム脳科学研究グループ 

［研究担当者］山根 茂 他（職員10名、その他22名） 

［研 究 内 容］ 

 人工小脳：サッケード運動が可能な眼球運動システム

とそのドライブ系の試作、及び前頭葉からのマルチニュ

ーロン信号データの蓄積は順調に進んでいる。マルチニ

ューロン信号をランダムウオーク仮説で学習し、眼球運

動の方向、大きさ、速度を計算するソフトを完成させる。

また前頭葉にマルチ電極を埋め込み、マルチニューロン

信号が長期間安定に記録できる技術を開発する。 

 人工連想記憶中枢：実画像が直接入力できるように、

連想記憶モデルへの入力である特徴抽出機構を設計する。 

運動学習機構：小脳の運動学習計算機構を知るため、ニ

ューロン活動記録時間中で運動学習が完了する課題を開

発し、その課題で小脳への入力源である MST 領野から

ニューロン活動を記録している。その結果、MST 野で

もすでに学習効果がでていることがわかった。 

 リハビリ促進と可塑性分子：リハビリ効果を促進する

刺激装置開発のため、運動野の一部を破壊したモデル動

物を作った。リハビリで脳のどこにどんな変化が現れる

か、可塑性分子の分布を調べ、リハビリしたときとしな

いときとで比較する。 

 注意統合機構：分解され処理された外界特徴のバイン

ディング問題を解明するため、実験動物を学習さす装置

の開発並びに実験動物の学習がほぼ終わり、関心部位か

らニューロン活動を記録する。 

 道具使用の脳内表現：時間順序判断課題を使用すると、

道具が身体の一部かどうかがわかる。身体の一部である

とき、道具が脳内でどう表現されているか解明する。そ

のため、動物用の訓練装置を開発し、動物に腕をクロス

させて時間順序判断する課題の学習をさせている。 

 意欲の神経機構：意欲の制御に関係すると言われる島

皮質での記録では、報酬を期待するニューロンが多い。

これまでの結果を比較すると、前帯状皮質はより行動制

御に近く、島皮質は入力情報の分析を行なっている。 

［分 野 名］ライフサイエンス・情報通信 

［キーワード］人工小脳、運動学習機構、注意統合機構、

意欲の神経機構 

 

［テーマ題目４］脳情報工学に関する研究 

［研究担当グループ］情報数理研究グループ、脳情報工

学研究グループ 

［研究担当者］赤穗昭太郎、梅山 伸二 他 

（職員12名、その他11名） 

［研 究 内 容］ 

 脳の情報処理メカニズムや原理を利用した情報処理手

法の開発では、劣化画像に対してガボールフィルタを適

用し、その出力に対して独立成分分析を施すことによっ

て、劣化過程不明の画像復元が実現できることを明らか

にした。また、ハーフミラープリズムを用いた2画像同

時観測システムを試作し、拡散／鏡面反射成分の分離実

験に成功した。さらに、ヒューマノイドロボットを用い

た幼児のモータースキル学習の計算モデルの構築にも取

り組み、跳躍運動生成に適したニューラルアーキテクチ

ャとモーターコマンドと外界との同期をとるための機構

を設計した。その他、読唇を例にした模倣と試行を繰り

返すことで学習する過程のモデル化の研究において、時

系列学習と動作選択、および両者の統合を行うニューラ

ルネットを設計し、顎の動きを含む顔表情を表現できる

シミュレータを製作した。 

 学習過程の数理的理解の研究では、混合分布モデルの

特異点の性質を解明し、コンポーネント分割アルゴリズ

ムに応用するなどの成果が得られた（NIPS2002で発表、

統数研・理研との共同研究）。自己組織化におけるトッ

プダウン情報の利用に関する研究では、順序データに基

づくデータマイニング・情報検索・嗜好推薦システムの

数理的な枠組みを提案した。その成果は採択率の非常に

低い国際会議（ICDM、KDD、DS）に採択され、人工

知能学会から全国大会優秀賞を受賞した。また、バイオ

インフォマティクスにおいて、実験の欠損データを補う

ための手法として em アルゴリズムを適用する方法を提

案した（J. Machine Learning Research 掲載、生命情

報科学センターとの共同研究）。 

［分 野 名］ライフサイエンス・情報通信 

［キーワード］独立成分分析、学習過程の数理的理解、

データマイニング、バイオインフォマテ

ィクス 

 

⑮【物質プロセス研究部門】 
（Institute for Materials & Chemical Process） 

（存続期間：2001.4.1～） 
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研究部門長：伊ケ崎文和 

副研究部門長：玉置 敬、新保外志夫 

総括研究員：水田 進、奥谷 猛、玉置 敬 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：63（61）名 

経 費：521,943千円（321,647千円） 

 

概 要： 

１）ミッション 

 持続可能性社会実現のための化学技術開発を目的

に、革新的技術シーズとなる新物質・材料の創製並

びに新反応プロセスの開発を行うと同時に、このた

めの基礎・基盤技術の整備・確立を図ることである。 

 具体的には、解析シミュレーションを不可欠の技

術開発要素として、基礎・基盤化学技術から特異反

応場等の先端技術まで幅広いスペクトル間の連携・

融合により、触媒・反応プロセス技術、特異反応場

創出、利用技術および、機能物質・材料創製技術の

研究を重点的に進め、産業競争力強化、並びに安全

で安心な持続可能社会の実現に貢献することである。 

２）研究部門内再編 

 機能集積材料グループがバイオニクス研究センタ

ー設立に際し、同センターに異動した。 

３）重点研究課題 

 重点研究課題として、(1)「新転換反応プロセス

の研究開発」、(2)「低反応性小分子の化学工業原料

化」、(3)「特異物性ポリマーの研究開発」、(4)「機

能性無機膜材料の研究開発」、(5)「分子情報材料の

研究開発」及び(6)「分子固体プロトニクスの研究

開発」の6課題である。 

 重点研究課題を「触媒・反応プロセス」「新材料

創製」として整理した。各課題の取り組み視点は以

下の通り。 

 「触媒・反応プロセス」はグリーン・サステイナ

ブル・ケミストリ（GSC）の実現を目指す方向で

ある。「化学物質と環境」は今後とも考慮すべき重

点であり、その中心が GSC と考える。従来の副生

成物のある、多段階反応に代わる新反応プロセス構

築に関して、「触媒・膜」をキーワードとして「新

転換反応プロセスの研究開発」を設定した。 

 また、新しい原料、溶媒、新しい触媒という観点

から主として分子触媒を用いる「低反応性小分子の

化学工業原料化に関する研究開発」を2番目の重点

研究課題とした。 

 「新材料創製」では無機、有機、高分子材料分野

に対して重点をそれぞれ一つに絞り、「特異物性ポ

リマーの研究開発」「機能性無機膜材料の研究開発」

「分子情報材料の研究開発」を重点研究課題とした。 

 「特異物性ポリマーの研究開発」では生分解性プ

ラスチックに関し、工技院時代からの成果を、企業

との共同研究等を追究しながら、実用化を目指す。

また、標準化も検討する。さらに高圧場での無触媒

重合によるポリマー合成の基礎的な成果を基にした

展開を図っていく。 

 「機能性無機膜材料の研究開発」では基本特許を

取得している塗布熱分解法を着実に技術展開し、超

伝導限流器に関する研究プロジェクトの目標を達成

する。レーザ光分解の機構を明らかにする。 

 「分子情報材料の研究開発」では化学反応や超分

子相互作用などを利用した分子構造体の新しい構築

法を提案・実証することを目的として研究する。当

面は中分子液晶によるペーパライクフルカラー記録

表示デバイス化の課題をクリアする。 

 「分子固体プロトニクスに関する研究開発」では

将来的には新しいタイプの燃料電池やプロトン付加

－脱離反応を利用した分子メモリなどへの展開を夢

見ながら、当面はプロトン移動速度の精密測定技術

の精度の確認、ドーピング手法などによるプロトン

拡散の高速化を検討する。 

 これらの研究課題を本研究部門内部だけではなく、

「メンブレン化学研究ラボ」「環境調和技術研究部

門」等の他の研究ユニットとも密接に連携をとりな

がら遂行した。 

４）本格研究の取り組み 

 基礎研究、基盤研究の成果を製品化するためには、

デバイス化、システム化研究などを産総研内外の団

体と協力しながら行っていくことが必要である。 

 本格研究への取り組みについては、今年度は産学

官連携部門、イノベーションズ、ベンチャー開発戦

略研究センター等の経験を学ぶことを中心とし、こ

れらの部門、センターとの懇談会、研修会あるいは

交流を積極的に行った。 

 

発 表：誌上発表80（79）件、口頭発表237（55）件、 

その他10件 

-------------------------------------------------------------------------- 
触媒・膜システム研究グループ 

（Catalysis & Membrane Systems Research Group） 
研究グループ長：伊藤 直次 

（つくば中央第5) 

概 要： 

 新規な化学プロセスやエネルギーシステムの実現の

ために、新触媒、新機能無機材料、無機および金属系

膜素材開発に基づいた反応プロセスの改良・開発・提

案を行うとともに、両者を融合化して同時並列操作例

えば反応分離法や触媒膜法などによって革新的な化学

原料や製品合成法を実証提案・開発を目指すことで、

物質プロセス部門の重点課題「新転換反応プロセスの

開発」を担って行く。具体的には、メンバーの有する
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触媒調製やキャラクタリゼーション技術、無機系機能

材料開発・解析評価技術、気相・液相反応合成技術、

膜開発とそれを利用した反応技術などの幅広いポテン

シャルを活かし、中期的には、イ）天然ガス、石油な

どのクリーン化と2次原料化プロセス、ロ）反応・燃

焼補助剤やエネルギー源として重要な水素や酸素の革

新的分離・製造・利用技術、ハ）基礎化学品製造のた

めの画期的な選択的酸化法、ニ）機能化学品製造のた

めの触媒膜（金属系、イオン伝導体、ゼオライト、多

孔質体、固定化酵素）反応法などの社会的ニーズの高

い反応、新反応プロセス開拓、エネルギー・環境対応

のためのシーズ研究に取り組み、その実現を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

分子触媒グループ 

（Molecular Catalysis Group） 
研究グループ長：坂倉 俊康 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 精密に構造の制御された触媒を用いて、環境および

資源問題を考慮した効率的合成反応を開発し、持続可

能社会実現に貢献することを目標とする。分子触媒の

反応制御因子としては、金属骨格、配位子の他に、光

反応場、超臨界流体場、マイクロリアクターなどの特

異反応場との組み合わせを検討する。合成目標として

は基礎化学品、高分子からファインケミカルズまでを

範疇とする。研究を進めるにあたってのキーワードは、

再生可能資源、環境負荷低減（ハロゲンフリー、有機

溶媒フリー）、高選択性、省エネルギー等である。今

年度の目標としては、研究面では、二酸化炭素や水を

媒体として、炭酸エステル合成、ウレタン合成、環状

カーボネート合成、ヒドロホルミル化、酸化的カルボ

ニル化などに関して新たな高効率触媒系の開発を行う

とともに、オレフィン類と二酸化炭素の付加反応など

新反応の開拓をはかる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

高圧化学グループ 

（High Pressure Chemistry Group） 
研究グループ長：本田 一匡 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 特異反応場を利用した新たな材料製造プロセス技術

の開発を目指して、グループのポテンシャルである超

高圧発生技術、X 線回折測定・解析技術、分光測定技

術を 大限に活用した基礎・基盤研究を実施している。

具体的には、重点課題「特異物性ポリマー」において、

ダイヤモンドに匹敵する光学特性をもちながらダイヤ

モンドより機械的に柔軟な3次元ポリマーの新規開拓

を目的として、アセチレン類の高圧重合、物性測定研

究を行っている。同じく、重点課題「分子固体プロト

ニクス」および新萌芽研究「プロトン拡散材料の基盤

研究」において、高速プロトン伝導材料開発の設計指

針の提示等を目的として、拡散係数測定方法の開発、

プロトン拡散物質の高温高圧下での拡散係数測定、分

子固体酸の高温高圧下での構造解析等の研究を行って

いる。また、行政ニーズ対応・外部貢献を目的として、

爆発安全研究センターが行う中国遺棄化学兵器処理プ

ロジェクトに参加し、ピクリン酸金属塩の相転移機構

解明等を実施している。自らの研究ポテンシャルを維

持、向上させるために、方法論の高度化研究も絶えず

行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目７ 

 

無機固体化学グループ 

（Inorganic Solid State Chemistry Research Group） 
研究グループ長：熊谷 俊弥 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本グループは、持続的経済発展の基盤となる革新的

技術の確立を目的として、高度情報化社会の実現や環

境と調和した循環型社会システムの構築に資する機能

性無機膜材料及び層状構造化合物の合成・評価技術の

開発を行う。すなわち塗布熱分解法による低コストの

量産製膜技術、塗布光分解法等による低温製膜・パタ

ーニング技術、精密単結晶育成技術、及び X 線回折

法による高次元原子変調解析技術などの製造・評価技

術を応用・発展させることにより、大面積超電導膜、

メモリ用強誘電体膜、磁気抵抗体膜、透明導電膜、リ

チウムイオン二次電池材料、強相関電子系材料等の機

能性無機膜材料及び層状構造化合物を開発し、情報・

エネルギー分野への応用を図る。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

物性解析グループ 

（Material Analysis Group） 
研究グループ長：林 繁信 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 新物質・材料の創製のためには高度な物性・構造解

析技術の開発が不可欠である。当研究グループは、従

来から蓄積してきた「固体核磁気共鳴（固体 NMR）」

の測定・解析技術を生かし、新物質・材料の創製のた

めの高度な物性・構造解析技術の開発を目指すととも

に、当該ユニット内、産総研内の他のユニット、産総

研外の材料創製グループとの共同研究等を通じて、新

物質・材料の創製に貢献する。研究課題は、「ホスト

のナノもしくはサブナノ空間におけるゲストのサイト

およびダイナミクスを解析することにより、物質内で

の原子や分子のダイナミクスを利用した 新規機能性



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(311) 

材料の創製に資する」ことを基本とする。 

 具体的には、当該研究部門の重点研究課題「分子固

体プロトニクスの研究開発」において固体酸における

プロトン拡散機構の解明と拡散速度の測定を行う。ま

た、水素吸蔵材料における水素拡散、規則性微空間材

料を利用した無機有機ナノ複合材料のナノ空間におけ

る分子のダイナミクスを明らかにし、材料設計に資す

る。さらに、固体 NMR 法の測定・解析技術の高度化

をはかるとともに、材料創製グループと共同研究等を

行い、高度な物性・構造解析技術の新しい応用を示す。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

機能分子化学グループ 

（Molecular Function Group） 
研究グループ長：玉置 信之 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 次世代 IT として期待されているペーパーライクフ

ルカラー記録表示材料及び多重メモリー並びに微小機

械、高感度センサーの実現のために、化学反応や超分

子相互作用を利用して情報（刺激）の感知、変換、保

存、再生を行う新しい分子組織体を構築することを目

標する。当グループでは、分子の光反応性、キラリテ

ィー、自己組織化能に着目した分子設計を行う。具体

的な合成ターゲットとしては、中分子（ダイマーまた

はオリゴマー）液晶、光重合性有機ゲル、光応答性高

分子を取り上げる。中分子液晶は刺激に対する分子配

列の迅速な応答性とガラス化後の分子配列の安定性を

両立する可能性がある。本性質を利用したフルカラー

書き換え記録表示材料の実用化を目指す。光重合性有

機ゲルでは、ナノワイアーを分子からのボトムアップ

で作成することを目指す。光応答性高分子では、光反

応に誘起される下限臨界溶解温度の変化により表面の

濡れ性変化の増幅を狙い、濡れ性変化を駆動力とする

新しい微小機械の実現を図る。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

生体関連機能物質グループ 

（Biorelated Functional Materials Group） 
研究グループ長：古沢 清孝 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 21世紀は生命科学の時代といわれる。遺伝子に組み

込まれた情報と細胞の中で機能している生体分子とそ

の精妙で奥深い相互作用のシステムが明らかにされつ

つある。研究成果を利用するためには生体機能分子を

構築しバイオツールとして活用する技術が重要である。

生体機能を活用する核酸工学や糖鎖工学、脂質工学の

発展は、今後の質の高い社会の構築に必須な要件であ

る。さらに今後の技術の展開、なかでも安全で人に優

しい持続可能社会を実現するためには、今まで以上に

生体系と人工系が調和した物質材料技術の開発が不可

欠と考えられる。当グループは有機合成技術の基盤に

立ち、特にバイオを視野に入れた境界領域で生理活性

分子から機能性高分子素材にわたるものづくりを推進

している。関連分野と連携を図りつつバイオと化学の

知識と技術の融合による研究展開を追究している。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

環境適合型高分子材料グループ 

（Ecological Research Group） 
研究グループ長：田口 洋一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 環境中への循環が可能で、地球環境に負荷の少ない

生分解性プラスチックの開発を中心に、環境に適合し

た高分子材料の開発を検討する。ポリブチレンサクシ

ネートにアミノ化合物を共重合することによりポリエ

ステルアミドの合成を検討した。ほとんどの共重合で

は、重合速度の大きな低下が見られたが、アスパラギ

ン酸の場合には、重合速度が大きく促進された。カプ

ロラクトンの重合において、アルミニウムトリフラー

トが含水条件中で高い触媒効果があることを見出した。

リグニンを原料とする生分解性新規エポキシ樹脂系に

おいて、ジカルボン酸を併用したところ、ジカルボン

酸の種類によりエポキシ樹脂のガラス転移温度を制御

できた。セルローストリアセテート新規合成法として、

酢酸－塩化カルシウム－無水酢酸系を用いた系を開発

し、従来の硫酸法では得ることができない完全なトリ

アセテートが得られた。カプロラクトンとセルロース

の直接成型法について触媒、開始剤などを検討し、優

れた圧縮強度を示す複合材が作製できた。生分解性標

準物質の作製のために、JISK6953法「制御されたコ

ンポスト条件の好気的かつ究極的な生分解度及び崩壊

度の求め方」に準拠したシステムを導入した。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

微小重力科学グループ 

（Microgravity Materials Science Group） 
研究グループ長：奥谷 猛 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 特異反応場である微小重力環境を利用して構造制御

材料の生成メカニズムを解明し、そのメカニズムに合

致した創製方法を駆使し、構造制御材料を合成する方

法を確立する。 

 β-FeSi2、希薄磁性半導体のナノレベルで均質なバ

ルク材料を微小重力環境を利用して作成する方法を確

立し、その特質を生かしてレーザーアブレーション法

で薄膜合成を行う。超磁歪材は微小重力下磁界中の一
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方向凝固で結晶方位が制御できることが明らかになっ

たので、10m 落下塔、電磁浮遊装置で作製する方法

を開発する。常温で液体の熱物性を正確に測定できる

ホットストリップ法を確立し、半導体融液などの高温

液体の測定を可能にするための基礎理論および測定用

ソフトを完成する。1410℃のシリコン融液の測定に利

用できるセンサーを作製する。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］新転換反応プロセスに関する研究（運

営費交付金、経済産業省委託、NEDO
委託、JRCM 委託） 

［研究代表者］伊藤 直次（物質プロセス研究部門触 

媒・膜システムグループ） 

［研究担当者］早川 孝、渡邊 昭雄、岡部 清美、 

折田 秀夫、内田 邦夫、榊 啓二、 

角田 達朗、原 重樹、栗木 安則 

（併任）、鈴木 邦夫、向田 雅一、 

小林 清、高津 淑人、 

Tsyganok Andrey、稲葉美恵子、 

山本 輔、井上 敏秀、高橋 朋宏、 

青柳 圭介、秋葉 智充 

（職員13名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

１）膜型反応器による芳香核直接水酸基導入技術の開

発 

 ベンゼンの分子状酸素による芳香核直接水酸基導

入反応によるフェノール合成法プロセスを確立する

ために、パラジウム膜を組み込んだ膜型反応器によ

る全反応経路の実験的解明を進めた。反応機構解明

については、ベンゼンへの酸素導入反応と酸化分解

（CO2生成）との競合反応が基本であること、酸素

供給量が増えれば CO2生成が増すことがわかった。

また反応器稼動寿命はさらに延びて、半年を越えて

も再現性かつ定常性のあるデータをとることが可能

であった。一方、Pd（111）表面上での活性酸素種

を明らかにするために計算化学手法（第1原理計

算）によって解析を行った結果、透過水素と酸素と

の反応では OH ラジカルよりも O ラジカルの方が

より安定に生成するであろうことが示された。 

２）製鉄プロセス顕熱利用高効率水素製造技術開発

（委託） 

 メタンから酸化的改質反応によって水素を安価に

製造することを目的としたコークス炉ガスの顕熱を

熱源に利用する酸素透過型メンブレンリアクターシ

ステムの開発研究の中で、同リアクターに用いる高

性能膜触媒の実反応条件下での長期安定性能評価試

験を行っている。本年度は、引き続き Ru 系の触媒

を混合導電性酸素透過膜に積層した小型膜反応器を

用いて、メタンの部分酸化反応について長時間試験

を行った結果、2週間以上性能が維持し、且つ高い

酸素透過速度（22ml/min･cm2）を得られることも

明らかにした。 

３）高温水素分離膜（委託） 

 セラミックス系で管状微細孔膜を用いた水素分離

型メンブレンリアクターの設計のための、反応速度

解析実験と反応器設計のためのシミュレーション技

術の開発を行っている。本年度は、多孔質膜メンブ

レンリアクターによるメタン水蒸気改質反応に対し

て、性能評価のために作成したシミュレーションプ

ログラムによって、操作条件と性能との関係を明ら

かにした。一方、メタン改質反応基礎実験として市

販触媒を用いた反応速度測定試験を行った。 

４）シングルカーボンナノチューブ大量技術研究開発 

 熱 CVD 法により製造されるシングルカーボン多

層カーボンナノチューブの分離精製法を検討してい

るが、振動ボールミルにて粉砕することで分散性が

向上し、また 適な粉砕処理時間があることが示唆

された。 

５）触媒膜反応システムに関する研究 

 固定化酵素反応とパーベーパレーション脱水を組

み合わせた反応器を製作し、シュガーエステル合成

等のエステル化反応の転化率を高めることを目標と

する。パーベーパレーション脱水により、シュガー

エステル合成等の有機溶媒中の酵素反応を促進し、

高転化率を得た。 

６）メカノケミカル法による超深度脱硫触媒の開発 

 硫化モリブデン触媒をメカノケミカル的に微粒子

化処理することで、軽油中の脱硫活性が向上するも

のの、実軽油中のアミン類による被毒に起因する触

媒活性の低下は、アルミナゾルを添加することで予

防できることを示している。硫化モリブデンにメカ

ノケミカル処理を行い、調製した脱硫触媒を用いて、

モデル軽油を処理したところ、イオウ分を10ppm
以下にすることができた。 

７）合成ガスからのスーパークリーン燃料合成触媒の

研究 

 メソポーラスメタロシリケートを独自の低温迅速

合成法により調製し、これを担体として用いて Co
系の触媒を調製し、スラリー床での Fischer-
Tropsch 合成を行い、温和な条件において商業プロ

セスと同程度の活性の発現するような触媒調製法の

検討を行っている。細孔径の大きなシリカ表面をメ

ソ細孔 Co/SiO2触媒で修飾することにより二元細孔

構造を有する触媒（バイモーダル触媒）を調製して

F-T 合成反応に用いたところ、W/F=5g-cata.h/mol
の反応条件において、クリーンディーゼル油成分で

ある C10-C20炭化水素の空時収率として、商業レベ

ル生産と同等な0.1kg/kg-cat./h を短時間ではある

が達成することができた。 
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８）シクロへキサン系等水素輸送貯蔵システムの開発

（委託研究） 

 シクロヘキサンは水素貯蔵量が大きく、貯蔵輸送

媒体として有望であるが、水素取り出しの際の平衡

論的制約から開放するために、平衡移動を可能にす

る水素選択分離膜を組み込んだメンブレンリアクタ

ー方式を提案した。高速水素透過 Pd 膜により

1L/min（ 終値）の規模の水素製造装置の開発を

目標として取り組んだ結果、50cc-H2/min 規模の処

理量では、水素回収率90%を超えることを実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素膜、酸素膜、固体触媒、アモルファ

ス合金、ポーラス材料、パラジウム、水

素貯蔵材料、メカノケミカル処理、メン

ブレンリアクター、天然ガス、合成ガス、

水素、酸素、軽油、脱硫、FT 合成、脱

水素 

 

［テーマ題目２］低反応性小分子の化学工業原料化 

［研究代表者］坂倉 俊康（物質プロセス研究部門分子

触媒グループ） 

［研究担当者］坂倉 俊康、高橋 利和、宮沢 哲 

（留学）、安田 弘之（併任）、 

小野澤俊也、崔 準哲 

［研 究 内 容］ 

１．二酸化炭素からの環状カーボネート合成： 

・プロピレンオキシドと二酸化炭素からの環状カーボ

ネート合成に関して、超臨界二酸化炭素を利用して

高効率な合成プロセスの開発を行った。まず酸・塩

基両性を有する固体触媒が有効との作業仮説に基づ

いて触媒探索を行った結果、新たに Cs/P/SiO2系触

媒が高い活性、選択性を示すことを見出した。回分

型反応器を用い14Mpa、200℃、無溶媒で反応を行

った場合には転化率99%、選択率95%以上が得られ

た。収率は圧力に顕著に依存し、二酸化炭素の臨界

圧力付近で 大値を示した。一方新たな均一系触媒

として、パーフルオロポリ（アクリル酸エステル）

を基本骨格とする高分子ホスホニウム塩を合成した

が、予想に反して超臨界二酸化炭素に対する溶解度

が低く、触媒としては不適であった。 

・ハロゲン化オニウム塩は工業プロセスでも用いられ

ている典型的な触媒であるが、比較的活性が弱いこ

とが欠点である。われわれはポリスチレンやシリカ

等の比較的容易に利用可能な担体にホスホニウムハ

ライドを共有結合的に固定化した触媒を調製し、こ

の触媒による環状カーボネート合成反応について検

討を行った。その結果、シリカそのものは全く活性

がないが、シリカに固定化させたホスホニウム塩触

媒はホスホニウム塩単独で示す活性を数十倍上回る

ことを見出した。具体的にはこの触媒を用いると従

来200℃程度の温度で約8時間を要していた反応が

100℃、1時間程度で十分に進行するようになる。 

２．二酸化炭素からの炭酸ジメチル・ウレタン合成： 

・ホスゲン代替としての二酸化炭素の利用を促進する

ため、二酸化炭素を原料とする炭酸ジメチルおよび

ウレタン合成を検討した。炭酸ジメチル合成におけ

る化学工学的脱水法を検討し、SRK 状態方程式に

よる多成分相平衡計算を行い、圧力70気圧前後、温

度90℃前後での気液分離を利用した脱水がプロセス

的に可能性があることを見いだした。また、装置メ

ーカーと協力しながら炭酸ジメチル合成プロセスの

設備コスト、運転コストを見積もり実用性評価を行

った。さらに二酸化炭素からのウレタン合成に関し

て、従来の Sn 触媒の他に、Ni や Co のフェナント

ロリン錯体、Ni、Mo 等のカルベン錯体が高い触媒

活性を有することを見出した。 

３．マイクロリアクター利用による有機合成の高度化： 

・ハーフチタノセン－MAO 系触媒によるブタジエン

重合において、マイクロリアクターを用いて調製し

た触媒を用いることにより、室温での cis-立体選択

的リビング重合に成功した。反応温度が室温となる

ことにより反応速度が大幅に増大し、立体選択性の

みならず生産性の面でも著しい向上が見られた。さ

らに、重合反応もチューブ型反応器中で行うことに

より、プロセス全体を流通系とすることに成功した。 

４．有機／水二相系による分子触媒の回収： 

・マイクロリアクターを用いる反応においては単位体

積当たりの界面の割合が飛躍的に増大するため、多

相系反応が著しく有利になると予想される。実際、

水溶性 Pd 触媒による有機－水二相系での C-C 結

合生成反応（アリル基導入反応）において、マイク

ロリアクターを使用することにより、反応速度がフ

ラスコ中のバッチ反応に比べて格段に向上すること

を見いだした。反応後は生成物からなる有機相と触

媒を含む水相に相分離するため、触媒の容易な分

離・リサイクルが可能となった。 

５．一酸化炭素からの炭酸ジフェニル合成： 

・猛毒のホスゲンを用いないポリカーボネート合成法

の検討を行った。フェノールの酸化的カルボニル化

による炭酸ジフェニル合成に関して、新たに Pd-オ
キサゾリン系触媒が有望であること、特にかさ高い

配位子ほど高活性であることを見出した。また、ビ

ピリジン類を配位子とする（ベンゾイル）（フェノ

キシ）パラジウム錯体の当量反応において、配位子

の置換基が大きいほど炭酸ジフェニルの還元的脱離

が速くなることを見いだし、触媒反応における配位

子効果の原因を解明した。 

６．C=C 結合と超臨界 CO2の反応： 

・Pd 触媒存在下、アレンと CO2から6員環ラクトン

が得られることを見いだした。従来提案されていた
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触媒よりも高収率を与え、また得られるラクトンの

置換形式が異なることが興味深い。さらに反応機構

を解明するため、パラジウムアレン錯体と二酸化炭

素の反応を検討し、触媒反応中間体であるパラダシ

クロペンタノン錯体を合成、単離することに成功し

た。さらに二分子のアレンと0価パラジウム錯体か

らパラダシクロペンタン錯体が得られることを見い

だし、これも触媒反応の中間体となり得ることを確

認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、メタン、炭酸エステル、ウ

レタン、水溶媒、マイクロリアクター 

 

［テーマ題目３］分子固体プロトニクス（運営費交付

金） 

［研究代表者］本田 一匡（物質プロセス研究部門高圧

化学グループ） 

［研究担当者］林 繁信、水野 正城、本田 一匡、 

山脇 浩、藤久 裕司、山田 高広、 

千勝 雅之、張本 敏子、加藤えり子 

（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池の固体電解質材料として有望視されている無

機固体酸のプロトン拡散機構を解明するとともに、高速

プロトン拡散を実現する材料の設計指針提示を目指し、

拡散係数測定方法の開発、プロトン拡散物質の拡散係数

決定、構造解析技術の開発等の研究を行った。 

(1) 無機固体酸 CsHSO4等におけるプロトン拡散 

 固体電解質材料として有望視されている CsHSO4

を基準物質と位置づけ、固体核磁気共鳴（固体

NMR）法によりプロトン拡散速度を決定し、さら

に拡散機構を解明した。固相Ⅱ（143℃以下）にお

いては、SO4四面体間のプロトン授受が非常に速く、

SO4四面体の回転がプロトン拡散の律速過程となっ

ていることを1H NMR の線幅の温度変化から初め

て明らかにした。また、NMR から決めた SO4四面

体の回転速度からプロトン拡散定数を見積り、この

拡散定数がマクロな物性値であるプロトン伝導度

（文献値）と非常によく一致することを示した。一

方、固相Ⅰ（スーパープロトニック相、143℃以上

219℃以下）におけるプロトン拡散速度を1H NMR
の緩和時間から決定し、固相Ⅱより約3桁速いこと

を明らかにした。 

 金属を含まない単純な固体硫酸のプロトン拡散機

構を調べるため、高純度硫酸の合成を自ら行い、純

度99.7mol%以上の純硫酸を得た。これを用いて、

固体硫酸の140℃、10GPa までの相図を作成し、液

相、固相Ⅰ、固相Ⅱの相関係を初めて明らかにした。 

(2) 氷中のプロトン拡散測定 

 昨年度までに構築した赤外反射スペクトルを利用

した拡散測定手法の確からしさの評価を行った。そ

の結果、測定誤差の要因が試料調製時の界面粗さと

赤外反射強度の圧力依存性であることを明らかにし

た。試料調製法を改良し、強度の圧力依存性を補正

することで測定精度を当初の50%程度から15-20%
程度まで高めることができ、測定手法の実用化に向

けて着実に進捗した。塩酸ドープによる氷中のプロ

トン拡散速度向上を期待したが、有意な増加が認め

られなかった。ドープ効果によらずとも既に充分な

数のプロトン移動サイトが形成されているためと考

えられる。 

(3) 構造解析技術の改良 

 無機固体酸の高温高圧相の構造解析を行うために

必要な粉末Ｘ線回折用ソフトウエアの改良等を行っ

た。このソフトウエアを用いた外部との共同研究に

より、高温・高圧下でヨウ素の新規相の構造解析に

成功した。この成果は Nature 誌に掲載された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］プロトン拡散材料、プロトン伝導、超高

圧、核磁気共鳴 

 

［テーマ題目４］機能性無機膜材料の研究（運営費交付

金、NSS 電特委託費、NEDO 産業技術

研究助成、NEDO 委託事業、文科省若

手任期付き研究員支援制度、科研費補助

金） 

［研究代表者］熊谷 俊弥（物質プロセス研究部門無機

固体化学グループ） 

［研究担当者］秋本 順二、後藤 義人、相馬 貢、 

真部 高明、山口 巖、土屋 哲男、 

高橋 靖彦、木嶋 倫人、水田 進（総

括研究員）、近藤 和吉、塚田 謙一、 

神谷 国男、カイス・ダウディ、 

小西 昌也、武田 実、佐藤 祐輔 

（職員10名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 大面積超電導膜 

 SN 転移抵抗型限流器および高効率マイクロ波フ

ィルタへの応用を目標として、低コストで量産化が

可能な塗布熱分解法により、大面積超電導膜の作製

技術を開発している。10cm×30cm サイズのサファ

イア基板上に、表面が平坦な CeO2中間層を真空蒸

着法で形成し、この上に塗布熱分解法で高配向性

YBa2Cu3O7 (YBCO)膜を製膜することにより、世

界 大級サイズの大面積 YBCO/CeO2ヘテロエピ膜

を作製した。この膜について、面平均臨界電流密度

(Jc)＞2MA/cm2、 高 Jc＞3MA/cm2というサファ

イア上 YBCO 膜として世界 高レベルの特性を得

た（プレス発表）。これにより、NSS プロジェクト

基本計画目標サイズおよび目標特性を達成する SN
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転移抵抗型限流器用大面積超電導膜を実現した。さ

らに、5cm 径サイズのサファイア基板上に作製し

た膜について、表面抵抗 Rs＝0.70mΩ@12GHz、
77K というマイクロ波フィルタ実用レベルの特性

を達成した。また、超電導膜作製技術に関するに関

する特許、ノウハウが企業にて有償実施された。 

(2) 低温製膜技術 

 低温製膜とパターニングを同時に行える技術とし

て塗布光分解法等を開発している。赤外センサ応用

に関する応用研究では、磁気抵抗体 La1-xSrxMnO3

のエピタキシャル膜を500℃で低温成長させ、その

膜の特性は、x＝0.2において、270K で TCR＝

3.4%を示した(NEC との共同研究)。また、室温成

長により得られたエピタキシャル PZT 膜の強誘電

特性は、従来の2Pr＝10μC/cm2から2Pr＝26μ

C/cm2まで向上した。さらに透明導電体 SnO2膜で

は、エキシマレーザーによる金属有機化合物の光化

学反応により室温でエピタキシャル膜の作製に成功

した。(レーザ学会優秀論文発表賞受賞) 

(3) リチウム電池材料 

 リチウムイオン二次電池材料酸化物について、単

結晶を合成し、結晶構造、電子構造、物性の解析を

行い、電池反応に伴う構造変化のメカニズムを解明

すると共に、単結晶による電池材料評価手法を確立

し、耐久性向上に適するマンガン酸化物正極材料の

開発に道を拓いた（第11回化学・バイオつくば賞受

賞）。また、5V 級の正極材料として注目されている

スピネル型酸化物置換体について、粒径および化学

組成を正確に制御可能な単結晶合成法である低温溶

融塩法を適用し、ニッケル、コバルト、クロム置換

体の良質な単結晶合成およびその詳細な結晶構造解

析に成功した。また、本手法により、単結晶粒子の

製造が可能であることを明らかにした（日経ナノテ

クフェア2003出展）。さらに、層状リチウムマンガ

ン酸化物について、リチウム脱離反応に伴う結晶構

造変化のメカニズムを明らかにした。 

(4) X 線回折法による層状構造化合物解析技術 

 研究目的：高次元結晶に属する非周期複合結晶構

造を持つ量子スピン梯子物質の複合変調構造解析を

おこなうことによって超伝導関連の物性発現機構を

解明すること。 

 研究手段：高次元超空間群の対称性をもちいた X
線構造解析法および原子間距離をもちいた高次元

Bond-valence sum 法。 

 方法論：非周期格子間相互作用をモデルに取り入

れることによって複合結晶構造の原子変調を精密に

決定する。電荷分布および電荷移動量を定量的に求

めることによって化学結合の本質を明らかにすると

ともに物性発現機構を解明する。 

 年度進捗：量子スピン梯子格子系複合結晶の母物

質物質 (Sr2Cu2O3)0.70CuO2、“Sr14Cu24O41”におけ

る複合変調構造および CuO2鎖から Cu2O3梯子面へ

向けてのホール移動の可能性とその機構について、

高次元原子変調解析法と高次元 Bond-valence sum
法をもちいて厳密かつ定量的に解明することに成功

した。（マティウス賞および朝日賞受賞の青山学院

大の秋光教授と共著） 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］塗布熱分解法、塗布光分解法、エキシマ

レーザー、製膜技術、低温成長、精密単

結晶育成技術、X 線構造解析、超伝導体、

磁気抵抗体、LSMO、強誘電体、PZT、
リチウムイオン二次電池材料、強相関電

子系材料、複合結晶、高次元結晶 

 

［テーマ題目５］生体関連機能物質の研究開発（運営費

交付金） 

［研究代表者］古沢 清孝（物質プロセス研究部門 生

体関連機能物質研究グループ） 

［研究担当者］蒲 康夫、飯尾 心、村上 悌一、 

芝上 基成、宮脇 和博、後藤 理恵 

（職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 近の生命科学の急速な進展により、遺伝子に組み込

まれた情報と細胞の中で機能している生体分子とその精

妙で奥深い相互作用のシステムが明らかにされつつある。

安全で人に優しく持続可能であることが求められる21世

紀の物質材料技術の展開には、生体に学ぶ研究開発が不

可欠である。 

 本研究では、生体に倣った技術開発において物質的基

盤となる各種の生体関連機能分子の化学合成技術の開発

とその応用について検討した。その結果、平成15年度は

以下の成果を得た。 

１）穏和な縮合法である脱硫環化反応を利用して各種

の糖－複素環ハイブリッドの調製を行った。生成物

の中には蛍光性のものがあり、芳香族系のアミノ酸

化合物を反応物質として合成された誘導体および糖

－キナゾリン誘導体が青系統の強い蛍光（420nm）

を示すことを明らかにした。新規な糖質系蛍光ラベ

ル化バイオツールとしての利用が期待される。 

２）金基板・金微粒子等に固定化可能なチオール基を

疎水部末端に有する新規糖脂質を合成し、糖認識性

タンパク（レクチン）との相互作用について評価を

開始した。また糖と脂質の結合部近傍の立体選択的

合成法に関連する反応を検討した結果、これまで報

告例のない、ルイス酸触媒によるアルケニルジルコ

ノセン類のケトン類への付加反応を見出した。 

３）ナノチューブ構築を目的としてテトラアミド型擬

環状脂質を合成した。自己組織化させることにより

直径50nm のナノチューブを形成することを見出し
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た。この結果は擬環状化による分子構造非対称化の

有効性を示すものである。新たな擬環状脂質である

テトラエーテル型擬環状脂質の合成ルートの確立を

行った。 

４）強酸性溶媒中でポリ（アリルビグアニド）が高収

率、高分子量で得られることから、汎用アリル化合

物への適用を図ったが、現時点では困難を極めてい

る。また、ポリ（アリルビグアニド）とポリビニル

アルコールとのブレンドによるゲル形成を明らかに

するとともに、容易に取り扱える強度を有するブレ

ンド割合について目処をつけた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体機能分子、バイオツール、バイオミ

メティックス、糖、脂質、電解質高分子 

 

［テーマ題目６］分子情報材料創成に関する研究（運営

費交付金、内部グラント、科学研究費補

助金、科学技術振興調整費） 

［研究代表者］玉置 信之（物質プロセス研究部門 機

能分子化学グループ） 

［研究担当者］長沢 順一、吉田 勝、秋山 陽久、 

甲村 長利、木戸脇匡俊、則包 恭央、 

Ajay Mallia、青木 健一、和田 百代、 

工藤 成史（職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の情報技術には、分子間相互作用を有効に利用

する機能性分子材料が期待されている。本研究では、ペ

ーパーライクディスプレー､多重メモリー､マイクロマシ

ーン､高感度センサーの実現を目指して、化学反応や超

分子相互作用の利用による情報の感知、変換、保存、再

生を行う新しい分子組織体の構築を目的とする。15年度

においては以下の成果を挙げた。 

 フルカラー記録表示材料ではより高い光応答性を目指

してアゾベンゼン以外の光応答性添加剤を検討した。そ

の結果、適当な長さのアルコキシル基を有するジフェニ

ルブタジエン誘導体が比較的良好な光応答性を示すこと

を見出した。本化合物は、アゾベンゼンと異なり熱的に

異性化しないため光照射後の急冷却まで時間をおけるな

ど新たな特徴を持たすことを可能にする。円偏光に応答

して一方のエナンチオマーを多く生成する光応答性化合

物は直接液晶配列の捻りを誘起するため材料の高感度化

が期待できる。円偏光に応答する可能性があるツウィス

ト型アゾベンゼンの合成に成功した。今後、応答性を調

査する予定である。ガラス状態の熱的安定性を低下させ

ない光応答性添加剤としてアゾポリマーを添加する新規

な方法を開発した。企業との共同研究である熱モードフ

ルカラー記録材料の実用化研究では、高分子分散型でコ

ーティング時の条件で膜特性を改善できることが判明し

た（特許申請予定）。機能分子合成の基礎研究では光重

合性有機ゲルでは、10テスラの磁場下でゲル化し、その

後重合することで配向した共役ポリマーのゲルが生成す

ることが初めて明らかになった。今年度中に温度や磁場

強度の条件を検討する。光応答性高分子では、表面光グ

ラフト反応を使って、NIPAM とアゾベンゼンモノマー

の共重合体をエポキシ樹脂表面にグラフトする技術を確

立した。今後、膜厚等と応答性の関係を調べる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光反応、液晶、分子組織化、有機ゲル、

キラリティー、光応答性高分子 

 

［テーマ題目７］特異物性ポリマーの研究開発（運営費

交付金、エネルギー・環境技術標準基盤

研究） 

［研究代表者］田口 洋一（物質プロセス研究部門 環

境適合型高分子材料研究グループ） 

［研究担当者］田口 洋一、広津 敏博、広瀬 重雄、 

増岡登志夫、船橋 正弘、国岡 正雄、 

藤田 賢一、大石 晃広、山脇 浩、 

坂下 真実、橋本 茂、増田 隆志、 

王 易、二宮 芙実 

（職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

(1)-1 ポリブチレンサクシネート（PBS）とアミノ

酸、ヒドロキシアミン、カプロラクタム等との共重

合による耐熱性生分解性ポリエステルアミドの合成

を検討した。ほとんどのアミノ酸との共重合では、

少量の添加で重合速度が大きく低下したが、アスパ

ラギン酸の場合には、重合速度が促進されるなどの

特異な現象を見出した。PBS の原料であるコハク

酸については、環境面、コスト面の配慮から、植物

資源からバイオ法により製造することが提案されて

いる。そこで、バイオ法から得られるコハク酸アン

モニウム塩の効果的な精製法について検討し、生分

解性プラスチックメーカーとの共同研究を実施した。 

(1)-2 生分解性プラスチックの生分解性速度を精密

に制御するため、モノマー段階で分解酵素を混合し、

酵素の活性を失わないようにポリマー化することを

検討した。カプロラクトンの開環重合において、す

でに発見したイットリウム触媒以上の活性を示す触

媒を探索したところ、アルミニウムトリフラートが

高い活性があることを見出した。当該トリフラート

化合物は水に安定であるため、分解酵素や水を含む

系での開環重合を検討した。イットリウムトリフラ

ートによるペンタデカラクトンの開環重合を詳しく

解析したところ、カプロラクトンの場合と同様に、

低温、含水条件で重合が進行することを確認した。

PBS とジグリコール酸との共重合ポリマーの生分

解性速度を検討し、ジグリコール酸の量が2モル%
までは加速されるが、それ以上増加すると抑制され

るという極大値を持つ生分解性プロフィールを見出
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した。 

(1)-3 生分解性接着剤の開発を目指し、リグニンを

原料とする生分解性新規エポキシ樹脂系において、

ジカルボン酸を併用してエポキシ樹脂を合成し、熱

的性質について検討した。エポキシ調製条件はジカ

ルボン酸併用系においても、非併用系と同様の条件

を用いることができた。ジカルボン酸のアルキレン

基の炭素数を変化させることによって、得られるエ

ポキシ樹脂のガラス転移温度を制御できることが分

かった。本研究で得られるエポキシ樹脂はエラスト

マーであるため、ガラス転移温度の制御は、エポキ

シ樹脂の物性に極めて重要な影響を及ぼす。 

 セルローストリアセテート新規合成法の開発を目

指し、酢酸－塩化カルシウム－無水酢酸系を用いた

系では、反応温度を55、65及び75℃に変化させた。

反応温度が高くなると反応時間を2時間程度まで短

縮できるが、75℃では分子量低下が認められるため、

65℃が 適反応温度であった。本方法は、先に研究

した塩化リチウムを用いる方法よりも安価な塩化カ

ルシウムを用いているため、経済性にも優れた方法

であり、従来の硫酸法では得ることができない完全

なトリアセテートが得られる。 

 優れた機械的強度を有する生分解性ポリマー開発

を目指し、カプロラクトンとセルロースの複合材直

接成型法について触媒、開始剤などを検討し、優れ

た圧縮強度を示す複合材が作製できた。ラクチド類

についても同様の直接成型法により複合材料を作製

できた。廃糖蜜を原料とするポリウレタンに植物系

繊維を充填した複合材料においては、繊維長による

機械的性質の変化を検討し、 適な繊維長を決定し

た。 

(1)-4 現在、生分解性ポリマーに関しては各企業が

各々のコンセプトで製造しており、性能比較の際に

参考となる標準物質が存在しない。生分解性標準物

質の作製のために、JISK6953法「制御されたコン

ポスト条件の好気的かつ究極的な生分解度及び崩壊

度の求め方」に準拠したシステムの導入を行い、数

種類の標準物質候補についてフィルムの生分解試験

を行った。 

(1)-5 水中での有機合成反応を実現するため、ポリ

スチレン固定化チタンアルコキシド触媒を合成した。

この触媒はポリマーに固定化することにより耐水性

を有し、ルイス酸触媒として活性を示した。また、

ポリスチレン固定化希土類金属アルコキシドは、

ε-カプロラクトン等の開環重合触媒として有用で

あることがわかった。 

(2) 超高圧力下での2-プロピン-1-オールの温度・圧

力による相変化と反応開始条件を精査した。2GPa
で液相-固相転移を見いだしたが、場合によっては

液相が結晶化せず、アモルファス化した。結晶相お

よびアモルファス状態のどちらにおいても室温・

8GPa 付近において重合反応が開始された。反応温

度を上げるとともに反応開始圧力は低下し、120℃

では2GPa でも反応した。一方、反応圧力が高いほ

ど生成物の可視光領域における透過率は上昇し、光

学ギャップは8GPa で2.8eV から12GPa で3.0eV へ

と拡がった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］生分解性プラスチック、PBS、カプロ

ラクトン、糖類、生分解エポキシ樹脂、

複合体、高圧重合、ポリアセチレン、屈

折率 

 

［テーマ題目８］微小重力環境下での高品質結晶や構造

制御材料の生成メカニズムの解明と創製

（運営費交付金） 

［研究代表者］奥谷 猛（物質プロセス研究部門微小重

力科学グループ） 

［研究担当者］中田 善徳、永井 秀明、間宮 幹人、

渋谷 直哉、マティアス・グスタフソン 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 特異反応場である微小重力環境を利用して高品質結晶

や構造制御材料の生成メカニズムを解明し、そのメカニ

ズムに合致した創製方法を駆使し、高品質結晶や構造制

御材料を合成する方法を確立する。平成15年度は、0.5

秒間の自由落下環境の得られる1.3m の落下管を用い、

自由落下融液から の衝突凝固により Fe:Si=1:2（原子

比）のナノメーターオーダーの均質な組 成、組織を持

つ Fe-Si 合金を得ることができた。これを800℃まで昇

温するだけでβ-FeSi2の単相を得ることができた。この

β-FeSi2単相を出発原料として、 レーザーアブレーシ

ョン法によって薄膜を作製し、出発原料の構造を反映し

たβ-FeSi2薄膜が室温で得られた。また、10m 落下塔

を利用する1方向凝固法の CdTe への応用技術を確立し

た。微小重力中凝固 CdTe 試料は冷却方向が<111>にな

るように整列した棒状組織を持ち、このような組織は地

上での試料には見られないものであった。さらに、落下

管を用いた200mm の自由落下による衝突凝固によって、

希薄磁性半導体（In、Mn）Sb を作製した。衝突凝固

によって得られた生成物を475℃10h で熱処理すること

によって、Mn が均一に分散し、2.7at%含有した（In、
Mn）Sb が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野 

［キーワード］微小重力、高品質結晶、構造制御材料、

均一材料 

 

⑯【セラミックス研究部門】 
（Ceramics Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 
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研究部門長：亀山 哲也 

副研究部門長：山東 睦夫 

総括研究員：上蓑 義則、岡嵜 正治、小田 喜一 

 

所在地：中部センター 

人 員：65（63）名 

経 費：863,451千円（512,682千円） 

 

概 要： 

 我が国のセラミックス産業は、技術的ポテンシャル

の高さに裏打ちされた生産性の高さにより、国際的に

高いシェアを持っており、様々な部品・部材を広く世

界に供給している。一方、その市場規模は小さく、材

料に関わる標準や設計技術等の基盤技術も未成熟であ

る。また、従来の材料開発は、性能の向上やコストの

削減を主な目的としており、安価で高機能な材料を生

み出してきたが、環境等に対する配慮に欠けていたこ

とも否定できない。今後進展するであろう高度情報化

社会及び高齢化社会、更に価値観の多様化に対応した

安心・安全・快適さの実現に応えるためには、幅広い

機能を持つセラミックス材料を世界に供給できる産業

の持続的発展が不可欠である。 

 セラミックス研究部門の特徴は、セラミックス材料

の産業応用に不可欠なプロセス技術を主な研究分野と

し、新材料の探索から、原料合成、成形、焼成、特性

評価に至る一貫した研究体制を持つことにある。この

特徴を活かし、セラミックス材料に共通する研究課題

を抽出し、異種材料との融合的な研究展開も視野に入

れつつ、組織力を活かした研究体制により課題の解決

を図り、産業の国際競争力の維持・向上及び社会の持

続的発展に貢献するための技術の体系化を目標とする。 

 セラミックス研究部門の主な研究対象は、現在、重

要な社会的課題として認識されている「人間生活の安

心・安全・快適さの達成」、「環境汚染の浄化・低減あ

るいはエネルギーの確保・高効率化」、「高度情報化社

会の実現」、並びに「知的基盤の構築」に対応するこ

とを主眼に、以下の5つの研究課題を重点的に研究し

た。 

１．機能集積化セラミックスの研究：環境と調和した

社会の持続的発展を可能とすると共に、高度情報社

会における利便性の追求に不可欠な高性能小型電子

機器等に使用される複数の機能が集積したセラミッ

クス材料を創成するための研究を行った。具体的に

は、シリコン半導体上に電子セラミックスの低温集

積を可能にするテーラードリキッドソースの設計・

開発による次世代強誘電体メモリ、FET センサー

等の開発を行った。また、環境に配慮した非鉛系圧

電体の組成制御に関する研究を進め、圧電定数

（d33）200pC/N を目指した。次世代半導体デバイ

ス用の高熱伝導性半導体封止材として、高充填性且

つ経年劣化の少ない球状 AlN フィラーの開発を行

った。さらに、小型で高効率な分散型電源を実用化

する目的で、炭化水素を直接燃料に使用することが

可能な中温領域（400℃－800℃）の固体電解質燃料

電池に不可欠な固体電解質材料に係わる研究を行っ

た。 

２．環境セラミックスの研究：人間生活の安心・安

全・快適さの達成のために、太陽光などの自然エネ

ルギーを用いて有害物質を安全に分解・無害化する

高機能性光触媒、メソポアの吸脱着作用による環境

調和材料、有害物質吸収作用を持つ材料の開発に係

る研究を行った。 

 具体的には、太陽光などの無公害の自然エネルギ

ーを用いて安全に環境中の有害物質を分解・無害化

する高機能性光触媒環境材料を開発するとともに環

境浄化への応用・実用化を進めた。また、吸着能力

に優れたナノメートルオーダーの細孔を均一かつ大

量に有するセラミックス材料を低エネルギーで迅速

に製造するプロセス、メソ空間を利用した材料の機

能化技術の開発を進めた。さらに、燃焼工程等から

排出されるダイオキシンや重金属等の環境汚染物質

の高温での除去、無害化を総合的に実現する「環境

セラミックス」材料の開発を行った。 

３．生体機能性セラミックスの研究：社会の高齢化、

情報機器の高度化により加速される材料の高度な構

造制御、機能の多重化の要請に応え、高齢化社会の

安心安全に資するため、生体機能、生物機能を活用

するセラミックスの開発、新たな構造制御を可能と

するバイオミメティックス材料研究を推進し、生体

組織の形成メカニズムを模倣した3次元的規則構造

形成プロセス技術の確立を目指した。 

４．低環境負荷型材料プロセスの研究：セラミックス

の低環境負荷型焼結技術の確立を図るために、温度

場、遠心力場等の反応場を利用して、従来の焼結技

術に比べて、焼結温度を200℃以上低く、焼結時間

を2分の1とするセラミックス焼結技術の開発を目指

した。 

５．材料標準に関する研究：工業標準整備への戦略的

対応、技術的基盤の整備をミッションに掲げ、国の

標準化事業に着実に貢献するとともに、標準化戦略

策定への積極的関与を行った。これまで標準化事業

の主体と位置づけられてきた特性評価法の標準化に

とどまらず、将来的には市場を支配する直接的ツー

ルとなり得る材料規格の制定を視野に入れた研究展

開を図った。 

 標準化の対象となる幅広い技術分野の中で、現時

点では、力学的特性の評価法、化学分析手法と分析

のための標準物質、高機能性光触媒環境材料の特性

評価法、の3分野に注力した。いずれの分野におい

ても、今中期計画の中で JIS 等の工業標準の制定
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を目標とした。 

 また、当研究部門では、セラミックス技術の基盤

的研究として、微粒子の配列制御、超音波の非線形

効果を利用するプロセス、機能の評価と解析、釉薬

あるいは窯業原料のデーターベース構築などに関わ

る研究を行った。さらに、植物成長剤の応用に関わ

る連携研究を遂行した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 エネルギー使用合理化技術開発委託費「未

来型 CO2低消費材料・材料製造技術研究開発」 

 

経済産業省 中小企業研究開発委託費（技術シーズ持込

評価型）「酸化チタンと酸化鉄を複合化した光または熱

により反応する高性能光触媒の低コスト大量製造プロセ

スの開発」 

 

経済産業省 中小企業研究開発委託費（技術シーズ持込

み評価型）「低環境負荷型陶磁器釉薬の開発」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

のうち実用化研究開発に関わるもの）「ナノ反応場を利

用した酸素活用生分解水循環改善システムの開発に関す

る研究」 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費「生体硬組織の無

機ネットワーク構造を模倣した骨組織誘導型人工骨の創

製」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続）「遷移金属

含有メソ空間の構築と有害物質除去」 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続）「階層構造

からなる生体硬組織代替材料の研究」 

 

科学技術振興機構 戦略的創造推進事業「縮合ケイ酸塩

骨格を基本構造とするメソ多孔体の合成」 

 

財団法人中部科学技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業「電気パルス抗体作製法に基

づく高感度環境ホルモンセンサーの開発」 

 

財団法人中部科学技術センター 平成15年度中小企業地

域新生コンソーシアム研究開発事業「環境浄化用常温硬

化型フラクタル構造光触媒透明コートの開発」 

 

財団法人中部科学技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業「精密成形・ナノ加工プロセ

スによる微小駆動システムの研究開発」 

 

財団法人長崎県産業振興財団「粘土鉱物系抗菌剤の材料

設計及び構造解析に関する研究」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 エネルギー有効

利用基盤技術先導研究開発「急速昇温型遠心焼結装置の

研究開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 ナノテクノロジ

ープログラム「ナノレベル電子セラミックス材料低温成

形・集積化技術①プロセス基盤技術（原料粉末材料の開

発）」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究助成金「廃

水処理のための可制御高効率ソノケミカル反応装置の開

発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構「急速昇温型遠心

焼結装置の研究開発」 

 

谷川熱技術振興基金（研究助成）「非酸化物粒子の直火

製法に関する研究」 

 

発 表：誌上発表161（152）件、口頭発表410（149）件、 

その他19件 

-------------------------------------------------------------------------- 
テーラードリキッドソース研究グループ 

（Tailored Liquid Source Research Group） 
研究グループ長：加藤 一実 

（中部センター） 

概 要： 

 21世紀の高度情報化社会・環境調和型社会の持続的

発展に必要な高性能小型電子機器の創出のためには、

複数の機能が集積した機能集積材料の創製が緊要であ

り、そのためのテーラードリキッドソースの開発が不

可欠である。当研究グループでは、強誘電体酸化物や

導電性酸化物等をベースにした機能集積材料を次世代

強誘電体メモリ、超電導線材、FET センサ等の高性

能デバイスに適用するため、予め特異な構造を内包し

たテーラードリキッドソースを開発した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

機能複合粉体研究グループ 

（Tailored Solid Source Research Group） 
研究グループ長：大橋 優喜 

（中部センター） 

概 要： 

 高密度実装に対応した半導体デバイス、圧電体等の

小型化・機能集積化において、革新的な低粘性･高放

熱性封止技術、圧電特性向上、環境負荷低減などが必

須である。当該分野が産業ニーズ把握を特に重要とす
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る事から、半導体封止材料や圧電材料メーカーとの共

同研究を中心とした研究体制を積極的に進め、個別適

用例を蓄積し、新技術提供を目指して研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

低環境負荷型焼結技術研究グループ 

（Advanced Sintering Technology Research Group） 
研究グループ長：渡利 広司 

（中部センター） 

概 要： 

 低環境負荷型焼結技術研究グループは、セラミック

ス製造におけるエネルギー、製造コストや環境等の制

約要因を克服するため、特異な反応場を利用したプロ

セス技術の構築を目指している。焼結における反応場

として、外部反応場と内部反応場に大別される。外部

反応場として、温度場、雰囲気場、超臨界場、遠心力

場、磁場、電場、光場等が挙げられる。これらの反応

場を人為的に創出し、さらにその条件を精緻に制御す

ることにより、外部反応場から材料へ効率的にエネル

ギーを投入する技術を研究した。同時に、外部反応場

に対してセラミックス粒子、粒界、基板、バッファー

層等の内部反応場の特性を適切に制御することにより、

材料内の界面反応、核生成、結晶成長を誘導し、焼結

における化学反応を促進する技術の確立を目指した。

この結果、セラミックスにおける低エネルギー型焼結

技術、環境調和型プロセス技術、焼結基盤技術の知見

が得られた。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

生体機能性セラミックス研究グループ 

（Bio-functional Ceramics Research Group） 
研究グループ長：横川 善之 

（中部センター） 

概 要： 

 生体構造・機能を模倣しテンプレート、自己組織化

等の分子制御技術を用い、界面反応、結合により3次

元的規則配列を実現するナノレベル反応場のスケール

アップによるナノアッププロセス技術の確立、ナノか

らバルクまでの様々なレベルでのシームレスな高次構

造を有し多様な機能が集積したセラミックス材料開発

を進めた。１）高次構造制御技術の開発：ナノ～メソ

～マクロスケールの構造制御技術の確立に向けて、分

子累積、自己組織化、パターニングならびにネットワ

ーク構造プロセスの開発を行い、生体の高次構造を構

築する物理化学的手法を検討した。２）生体機能活用

材料技術の開発：階層構造を有する無機、無機有機複

合体開発、情報伝達物質を制御しうる細胞機能制御セ

ラミックス素材開発を行った。生体機能再建、光干渉

性発色利用抗原抗体センサ、バイオ検出システムなど

セラミックス生体材料等、生体機能性材料開発を行っ

た。３）生体機能評価活用技術の検討：多重的な機能

を有する生物機能を活用し、セラミックスナノ反応場

利用生物模倣物質生産システム、汚染物質等処理技術

等を検討すると共に、細胞情報伝達物質解析により生

物、生体機能を活用する材料設計を行った。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ題目

８、テーマ題目９、テーマ題目10 

 

メソポーラスセラミックス研究グループ 

（Mesoporous Ceramics Group） 
研究グループ長：野浪 亨 

（中部センター） 

概 要： 

 ナノメートルオーダーの細孔を均一かつ大量に有す

るセラミック材料を創生するため、低エネルギーで迅

速に製造するプロセスを開発し、さらに開発されたメ

ソポーラス材料の構造特性や住環境の安心安全化特性

などに関する設計評価技術を確立する。また、メソ空

間を利用した材料の機能化技術を確立し、環境材料や

生体材料等への応用展開を行った。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

空間機能化セラミックス研究グループ 

（Eco-functional Ceramics Research Group） 
研究グループ長：鈴木 憲司 

（中部センター） 

概 要： 

 セラミックスの有する空間を機能化することにより、

環境浄化・エネルギー変換・貯蔵材料等に利用する活

性酸素発現物質・金属置換多孔質セラミックスの開発、

低温で稼動可能な次世代自動車用燃料電池の開発、無

機系廃棄物を原料とした高機能建材の開発等に取り組

んだ。また、環境改善用機能性セラミックス等の開発

を行った。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

力学特性標準技術研究グループ 

（Evaluation Technology for Component Design 
 Research Group） 
研究グループ長：兼松 渉 

（中部センター） 

概 要： 

 セラミックスは硬くて1000℃以上の高温にも耐える

優れた材料であり、エネルギー機器等の多くの産業利

用が行われている。しかし、セラミックスは金属材料

と違い、高度な機器に利用することを試み始めてから

日が浅く、何故壊れるのか、どのように使えば壊れな

いのかがよく分かっていなかった。当グループでは、

セラミックスの特徴に合った使い方や壊れ難いセラミ

ックスを開発するための基盤となる、破壊機構の理論
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的な解明を目指した研究活動を行った。 

 その成果は JIS・ISO など工業標準・国際標準の制

定に際し、技術的基盤として提供されるとともに、世

界 高水準の材料開発における設計指針として、プロ

セス研究者によって活用されつつある。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

化学計測研究グループ 

（Chemical Analysis and Standardization Research 
 Group） 
研究グループ長：上蓑 義則 

（中部センター） 

概 要： 

 高機能・高性能のファインセラミックスの開発にと

って、化学計測（分析）技術は不可欠なものである。

近年、金属成分に加えて非金属成分も機能・性能に大

きく係わることが明らかになり、非金属成分について

も的確な定量法が求められてきている。当グループで

は非酸化物系ファインセラミックスの化学分析方法の

標準化を目的に、非金属成分を中心とする微量成分の

分析法の確立を目指して研究を行った。併せてファイ

ンセラミックス用炭化ケイ素微粉末の化学分析用国家

標準物質の開発を目的とした研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

環境材料化学研究グループ 

（Ecomaterials Chemistry Research Group） 
研究グループ長：垰田 博史 

（中部センター、瀬戸サイト） 

概 要： 

 太陽光などの自然エネルギーを用いて有害物質を安

全に分解・無害化する高機能性光触媒環境材料につい

て、産業廃棄物を有効利用するとともに太陽光に多く

含まれる可視光の利用効率に優れ、効率良く有害化学

物質を分解・無害化する高機能性光触媒環境材料を開

発し、開発に必要な性能評価技術の開発と環境浄化へ

の応用を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

粒子配列制御研究グループ 

（Particle Arrangement Processing Research Group） 
研究グループ長：後藤 昭博 

（中部センター） 

概 要： 

 セラミックス粒子プロセシング技術に関して、粒子

径等の特性制御と粒子配列制御による二次元、三次元

規則構造の構築、粒界の制御および非平衡プロセスに

よる複合化配向技術の確立を目指して研究・開発を行

った。 

 具体的には、プロセシング技術として「ナノ粒子技

術」、「セラミックス厚膜・薄膜気相迅速合成」、「固液分

散系セラミックス粒子配列制御」など、材料開発として

「高精度微小アクチュエーター」、「マイクロ波・ミリ波

吸収材料」などをキータームとして研究を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目16 

 

超音波プロセス研究グループ 

（Ultrasonic Processing Research Group） 
研究グループ長：飯田 康夫 

（中部センター） 

概 要： 

 液体中への超音波照射は、常温・大気圧下でミクロ

な極限環境を容易に創出することから、低環境負荷型

新規プロセス技術として期待されている。当研究グル

ープでは、超音波を利用したソノケミカル反応場利用

技術の高度化と高効率化の研究を通して、環境浄化や

材料創製のための新しいプロセス技術に関する研究を

行った。 

研究テーマ：テーマ題目17 

 

データーベース基盤技術研究グループ 

（Application Technology of Traditional Ceramics  
Research Group） 
研究グループ長：杉山 豊彦 

（中部センター） 

概 要： 

 産業技術総合研究所中部センターセラミックス研究

部門が保有する30万点以上のテストピースの中から、

基本的なテストピース2万点以上のセラミックスカラ

ーデータベース化と追試による再現性における信頼性

評価、また公設試等との共同研究を通じて、窯業原料

データーベースや無機廃棄物リサイクル素材のデータ

ーベース化を行った。 

研究テーマ：テーマ題目18 

 

分子機能解析研究グループ 

（Molecular-Function Analysis Research Group） 
研究グループ長：岡嵜 正治 

（中部センター） 

概 要： 

 ナノ空間に置ける反応制御：MCM-41を充填した

カラムに溶液を流すと、その流れはポアズイユ則では

全く説明されず、ナノサイズ特有の流れ方をする事を

見いだした。この流通システムを用いた場合の特異な

化学反応過程は、工業的に利用できる可能性が高い。

今年度は、このナノチャンネル内での液体の流れ、化

学反応プロセス、及び溶液運動のそれぞれ特異性につ

いて研究した。 

 また、昨年度より実施しているクリスタルエンジニ

アリング手法の開発の続きとし、紫外線を照射するこ
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とにより速やかに重合して、金属光沢を有する黒色の

結晶性固体を与える様に、分子構造－結晶構造の相関

を利用してジアセチレン誘導体の分子設計を行い、官

能基の位置を然るべく制御することに成功した。 

 更に、イットリア添加ジルコニア中の原子分布が均

質でない場合に、酸素分子の伝導がこの原子分布によ

りどのような影響を受けるかについて、分子シミュレ

ーション法により解析した。 

研究テーマ：テーマ題目19、テーマ題目20、テーマ題目

21 

 

植物成長剤開発応用連携研究体 

（Collaborative Research Team for Development of 
 New Plant Growth Regulators） 
連携研究体長：片山 正人 

（中部センター） 

概 要： 

 今日地球温暖化による被害が世界各地で頻発してい

るが、この地球温暖化を防止するためには、その 大

の原因である二酸化炭素を減少させる必要がある。そ

の二酸化炭素を減少させる 良で地球に も優しい手

段として森林再生が挙げられる。この森林再生のため

の植林においては、如何に効率良く大量の苗木を生産

するかが鍵となるが、当研究体は、 も優れた方法と

して当研究体が開発した高性能発根促進剤を利用した

挿し木による大量生産法を確立するために、海外を含

めた種々の樹木での応用試験を行った。その結果、

種々の樹木に対し顕著に強い発根促進活性を示した。

特に、タイ国においてチークの挿し穂に対して既存の

発根剤を遥かに凌ぐ強力な発根促進活性を示した。本

成果に基づきチークの植林用苗木の大量生産に成功し、

生産した苗木を当地ランパン県の植林地に植林した。 

研究テーマ：テーマ題目22 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］次世代強誘電体メモリの開発（運営費

交付金） 

［研究代表者］加藤 一実（セラミックス研究部門テー

ラードリキッドソース研究グループ） 

［研究担当者］加藤 一実、鈴木 一行、符 徳勝 

（職員2名、非常勤1名） 

［研 究 内 容］ 

 21世紀社会に必要な高性能小型電子機器の創出のため

には、複数の機能が集積した機能集積材料の創製が緊要

であり、そのためのテーラードリキッドソースの開発が

不可欠である。平成15年度は強誘電体薄膜の高品質化の

ため、前年度までにテーラードリキッドソースを用いて

開発した CaBi4Ti4O15, (Y,Yb)MnO3等新規強誘電体膜

について、キャパシタ構造における分極特性の安定性や

信頼性、ダイオード構造における絶縁性や電圧－容量特

性を検討した。その結果、650℃で作製した CaBi4Ti4O15

強誘電体薄膜が優れた分極特性と耐疲労特性を示すこと、

(Y,Yb) MnO3/Y2O3/SiO2/Si (Metal-Ferroelectric-Insulator-
Semiconductor) 構造において低い漏れ電流密度と良好

な強誘電性を示すことを明らかにし、開発した新規材料

の次世代強誘電体メモリへの適用性を明らかにすること

ができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］強誘電体薄膜、不揮発性メモリ、非鉛系

強誘電体、テーラードリキッドソース、

化学プロセス 

 

［テーマ題目２］酸化物絶縁体膜の構造制御（運営費交

付金） 

［研究代表者］加藤 一実（セラミックス研究部門テー

ラードリキッドソース研究グループ） 

［研究担当者］加藤 一実、三木 健、西澤かおり 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 21世紀社会に必要な高性能小型電子機器の創出のため

には、複数の機能が集積した機能集積材料の創製が緊要

であり、そのためのテーラードリキッドソースの開発が

不可欠である。平成15年度は FET センサー等へ適用を

踏まえ、酸化物薄膜の構造制御を検討した。その結果、

有機化合物と無機ゾルが相互作用した水溶液原料を用い

ることにより、酸化チタン多孔質厚膜を膜厚・気孔率・

気孔径を同時制御しながら形成する手法を開発した。ま

た、反応性を制御した有機金属化合物を含む原料溶液か

ら形成した非晶質膜の紫外線照射により、ZrO2薄膜の

結晶性と表面形態を制御できることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］酸化物薄膜、微構造制御、膜厚制御、テ

ーラードリキッドソース、光アシストプ

ロセス 

 

［テーマ題目３］機能複合粉体の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］大橋 優喜（セラミックス研究部門機能

複合粉体研究グループ） 

［研究担当者］大橋 優喜、太田 一徳、高尾 泰正、 

川上 省二、砥綿 篤哉、楠本 慶二、 

伊賀 武雄、木野瀬美佳 

（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 フラックス法において、出発原料粉末の粒径及び粒度

分布、処理温度、時間等を制御して作製した球状窒化ア

ルミニウム粉末に対して、樹脂中における流動性を評価

し、その 適化を行った。窒化アルミニウム粉体表面を

(Al2OC)1-X(AlN)X 化することによる耐湿性改善技術を

開発した。また、窒化アルミニウムよりも耐湿性に優れ

た高熱伝導セラミックスである窒化ケイ素について、フ

ラックス法によるフィラー合成法及び形態制御法を開発
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した。 

 前年度開発した非鉛系圧電体である(Bi0.5Na0.5)TiO3-
BaTiO3-SrTiO3系（BNT-BT-ST 系）において誘電及び

圧電特性が良好であることが判明した86BNT-14BT 組

成付近の圧電特性を精査した。その結果、83BNT-
12BT-5ST 組成において優れた圧電特性を示す領域が存

在することが明らかになり、この組成への La、Mn 等

の添加効果を検討し、機械的品質係数 Qm の改善を確

認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］窒化アルミニウム、窒化ケイ素、フィラ

ー、非鉛圧電体、圧電定数 

 

［テーマ題目４］マイクロ波を用いた焼結（運営費交付

金） 

［研究代表者］安岡 正喜（セラミックス研究部門低環

境負荷型焼結技術研究グループ） 

［研究担当者］安岡 正喜、渡利 広司、粂 正市、 

長岡 孝明、津越 敬寿、堀田 裕司、 

佐藤 公泰（職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 旧来のセラミックスはガスの燃焼や抵抗体の発熱によ

り、限られた空間を高温にすることによって焼結反応を

進行させ、セラミックスを緻密化している。しかしなが

ら、これらの方法はエネルギー効率が非常に悪く、消費

されるエネルギーに比べ放出されるエネルギーは数十倍

以上である。一方、効率的なエネルギー投入方法として、

電子レンジによる食品加熱に見られるようなマイクロ波

等の電磁波の利用が挙げられる。マイクロ波による非平

衝の反応場を作り、材料自身の発熱によって必要な部分

だけの加熱により反応や焼結が容易になれば省エネルギ

ープロセスへの発展が期待できる。現在、当該研究グル

ープにおいて酸化物系電子セラミックスを対象に、セラ

ミックスが電磁波を効率良く吸収できる電磁波の投入法

や断熱材の仕様等について検討を進めている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］焼結、セラミックス 

 

［テーマ題目５］焼結反応過程解析手法の研究開発（運

営費交付金） 

［研究代表者］津越 敬寿（セラミックス研究部門低環

境負荷型焼結技術研究グループ） 

［研究担当者］津越 敬寿、渡利 広司、粂 正市、 

長岡 孝明、安岡 正喜、堀田 裕司、 

佐藤 公泰（職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体デバイスに代表されるように、電子セラミック

スやその他の材料においても、その設計・製造工程は微

細精密化が進んでいる。特に焼成プロセスを経るセラミ

ックスは焼成温度・時間の低減化や正確な機能発現が求

められており、このため現状ブラックボックスである焼

成プロセス中の反応場の解析、すなわち高温における物

質の化学状態変化の解析が重要となってきている。しか

しながら、現存の分析手法では重量増減、熱の出入、熱

脱離物評価、加熱前後の物性差あるいは結晶構造変化な

どマクロな変化を観察するにとどまり、原子間の反応過

程、原子集団（例えば官能基など）や分子構造などとい

ったものの熱励起による変化を直接分析できる手法の開

発が待たれている。そこで、当該グループは現在、in-
situ にかつ精緻に材料の化学変化を分析できる発生気

体分析（EGA）＋質量分析（MS）装置の開発とその分

析技術の確立に取り組み、加熱中における各種バインダ

ーからの発生するガス分析を中心に進めている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］焼結、質量分析、化学反応、セラミック

ス 

 

［テーマ題目６］生体機能性セラミックスの研究（運営

費交付金） 

［研究代表者］横川 善之（セラミックス研究部門生体

機能性セラミックス研究グループ） 

［研究担当者］横川 善之、斎藤 隆雄、加藤 且也、 

永田夫久江、穂積 篤、寺岡 啓、 

稲垣 雅彦（職員7名、他17名） 

［研 究 内 容］ 

 社会の高齢化、情報機器の高度化により加速される材

料の高度な構造制御、機能の多重化の要請に応え、高齢

化社会の安心安全に資するため、生体機能、生物機能を

活用するセラミックスの開発、新たな構造制御を可能と

するバイオミメティックス材料研究を推進する。生体構

造・機能を模倣しテンプレート、自己組織化等の分子制

御技術を用い、その界面反応、結合により3次元的規則

配列を実現するナノレベルの反応場のスケールアップに

よる新規なプロセス（ナノアップセラミックスプロセ

ス）技術の確立、ナノレベルからバルクまでの様々なレ

ベルでのシームレスな高次構造を持ち様々な機能が集積

したセラミックス材料（Hierarchically Structured 
Ceramics）を創成する。高度な生物機能等を活用する

境際的な知識体系を構築し、生体、環境、情報等幅広く

応用できる生体機能性セラミックスの基盤研究を行った。 

 生体の階層的構造、多重的機能を模倣し、テンプレー

ト、自己組織化等によるナノからマクロスケールまでの

構造制御技術、生体、生物機能を活用した材料開発を進

め、基盤技術から応用への検討を開始した。それぞれの

サイズスケールにおける優れた機能を確認し、部材化を

検討している。ナノ～メソ領域では、ナノ粒子、ナノウ

ェル構造によるペプチド選択固定や、世界初の光干渉性

構造による抗体センサーの応用を検討した。自己組織化

球状セラミックス／ポリマー複合体、鋳型を用いたアパ

タイト多孔体でバイモーダルな気孔径制御ならびに従来
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の2倍の強度を実現することに成功した。メソ～マクロ

では、海綿骨無機メッシュワーク構造を模倣した材料設

計、マクロ～ミクロな凹凸表面構造形成技術に成果があ

った。また、多検体試料評価法の開発や生体反応評価法

等、細胞情報伝達など生物、生体機能を活用する材料設

計、評価に成果があった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］テンプレート、ナノアッププロセス、自

己組織化、多孔体、表面構造 

 

［テーマ題目７］電気パルス抗体作製法に基づく高感度

環境ホルモンセンサーの開発（地域新生

コンソーシアム研究開発事業） 

［研究代表者］加藤 且也(セラミックス研究部門生体

機能性セラミックス研究グループ) 

［研究担当者］加藤 且也、斎藤 隆雄、横川 善之、 

橘樹 淳子、阿知波初美 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質（抗体・酵素・ポリペプチド・増殖因子

等）を始めとする生体関連物質は、その大部分が、温度、

有機溶剤、変性剤などに対しての耐性が非常に低く、そ

のことが生体関連物質を有効な新材料として利用するこ

とに不利な条件となっている。そのため生体物質を様々

な条件下で安定化させる方法を確立する必要がある。タ

ンパク質を安定化させる手法として、固定化やカプセル

化が代表的な例と言える。本研究では、環境ホルモン抗

体の無機多孔体や有機無機複合体を用いた高安定化抗体

カプセル化ナノ粒子の作製とその新たな利用法の確立を

目的とした。前年度決定したゲル化抗体作成法（ゾル－

ゲル法）による環境ホルモン DBP 抗体カプセル化シリ

カゲルの作成とその評価を行った。その結果、高濃度有

機溶媒中や高温度下でのゲル化抗体の活性安定性は、フ

リー抗体と比較すると著しく上昇することが明らかとな

った。またこの高安定性ゲル化抗体をガラスチューブ内

で作成したイムノ担体 (抗体固相抽出担体) は、極微量

濃度（500ppb）の環境ホルモン DBP を約75%の効率で

濃縮することに成功した。またこの方法は他の環境ホル

モンである DEHP にも適応可能であることも分かった。

今回作成したゲル化抗体アフィニティーカラムは、これ

まで利用されてきた C18固相抽出法などでは濃縮困難で

あった、微量環境ホルモンの高効率・簡便な濃縮材料と

しての利用が期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境ホルモン、バイオセンサー、無機－

有機複合体 

 

［テーマ題目８］生体硬組織の無機ネットワーク構造を

模倣した骨組織誘導型人工骨の創製（科

学技術総合研究委託費） 

［研究代表者］寺岡 啓（セラミックス研究部門生体機

能性セラミックス研究グループ） 

［研究担当者］寺岡 啓、横川 善之、斉藤 隆雄、 

加藤 且也、永田夫久江、穂積 篤、 

稲垣 雅彦（職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、正常な骨組織に置換される人工骨を創製

することを目指し、骨形成に関して 適な構造を持つ多

孔質人工骨の設計、構築を目標とする。骨の無機ネット

ワーク等から、骨形成に関わる形状要素が 適化された

人工骨を設計し、作製した人工骨を用いてウサギ等の骨

欠損モデルの再生やスキャフォールドとしての可能性を

検討する。さらに、外科的な手法によらない注入により

骨欠損部に留置する方法を開発する。なお、臨床応用に

関しては、仮骨延長及び脊椎再建を目標とした。今年度

は、微小アパタイト（HA）ビーズ及び組織化した HA
ビーズ・細胞複合体の骨形成能ならびに細胞の自己組織

化機能（含細胞リクルート機能）を評価し、材料、シス

テムの 適化を図った。さらに、実用化を図るため、一

昨年度より前倒しで行っている臨床現場における HA
ビーズ及び HA ビーズ・細胞複合体埋植手法を検討し

た。in vitro、in vivo での知見を積み重ね、新たな治療

法につながる埋植プロトコル確立の目途がたち、実用化

の方針を確立した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］アパタイト、ビーズ、集積体 

 

［テーマ題目９］ナノ反応場を利用した酵素活用生分解

水循環改善システムの開発に関する研究

（環境研究総合推進費 実用化研究開

発） 

［研究代表者］横川 善之（セラミックス研究部門生体

機能性セラミックス研究グループ） 

［研究担当者］横川 善之、斉藤 隆雄、加藤 且也、 

永田夫久江、穂積 篤、寺岡 啓、 

稲垣 雅彦、（職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノスケールの気孔を有する生体触媒担持用セラミッ

クスにより、公共用水の汚濁負荷削減を高度・高効率に

削減するシステムを開発することを目指し、持続的で高

効率な生分解システムを提供するため、環境有害汚染物

質の分解に効果的な有用微生物およびその産生酵素を担

持する、ナノスケールの気孔を有するセラミックス担体

を開発しシステム化を図った。生体触媒を固定するに

適なナノサイズの気孔を有するセラミックス担体を世界

で初めて開発することを目指し、実用化に必要な重要な

知見を得ることができた。ナノサイズの気孔を有するセ

ラミックス担体は、酵素を強く保持し且つ高い活性発現

率があること、選択溶解法でナノサイズの気孔を有する

ヘドロ由来セラミックスを安価に製造できることがわか
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った。へドロセラミックスを用いた生物ろ過法では、既

存の担体よりも高い有機物除去能力、硝化能力を有する

こと、生物量、生物相からみた生物付着性においても既

存の担体と同等の効果を有しており、実用化に適してい

ることがわかった。ヘドロセラミックスを用いた環境水

中の微量環境汚染物質の除去手法の確立を目的として、

microcystin LR 分解酵素固定化担体の開発を行った。

アルカリ条件の湖沼から単離された好アルカリ性の

microcystin LR 分解菌 C-1は microcystin LR を速やか

に分解し、またその菌体から抽出した粗酵素でも同様な

分解能力が確認された。酵素作用をもって生物ろ過法の

状況を改善する実用化を目指し、含油排水を用いて試験

を行った。酵素剤を直接添加しても一応の成果は確認さ

れるが、酵素固定化ヘドロセラミックスを用いる場合は

固定化酵素が失活しない限りは恒常的に活性が得られる

ことが可能となることがわかった。また、反応条件の嫌

気化を進めかつ酵素と油分の接触効率を上げるためには

改質槽を別に設けた方が効率的と考えられた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、環境・エネルギ

ー 

［キーワード］環境浄化、酵素、ナノ反応場セラミック

ス 

 

［テーマ題目10］階層構造からなる生体硬組織代替材料

の研究（文部科学省若手任期付研究員支

援） 

［研究代表者］稲垣 雅彦（セラミックス研究部門生体

機能性セラミックス研究グループ） 

［研究担当者］稲垣 雅彦、横川 善之、斉藤 隆雄、 

加藤 且也、永田夫久江、穂積 篤、 

寺岡 啓（職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 早期の初期固定のみならず、骨同化の経時変化に応じ

て骨と 適な界面を維持し、20年以上使用可能な生体材

料を開発することを目的とし、サブ～数百μm の波形

凹凸をもつ階層的組織を形成する新規な手法を開発する。

そのため、階層構造を形成する手法を開発し、メッシュ

等によるマスキングまたは傾斜方向に積層する新規な手

法による波形凹凸形状等立体的な組織形成を行い、基板

から細胞感受性を付与した生体界面までの階層構造形成

技術を確立する。すでに、基板との密着強度として世界

高水準（厚さ100μm 以上では世界トップ値）の生体

活性セラミックス層形成技術を確立しており、今年度は、

形成メッシュ等を基材表面近傍に配置するマスキングと

傾斜組織積層手法を組み合わせることにより、予め数十

μm～数百μm の波形凹凸のチタン層を基材に形成す

る手法を開発することに成功した。既に開始している

in vitro, in vivo 試験において、初期固着で市販品と比

べ1.5倍程度の引抜き強度があることを確認し、関連学

会関係者から高い評価を得ることができた。さらに長期

の試験、加速試験による階層構造の安定性の評価、イン

ターフェース設計を行い、初期の目的達成を目指す。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］階層構造、アパタイト複合材料、コーテ

ィング 

 

［テーマ題目11］メソポーラスセラミックスの研究（運

営費交付金） 

［研究代表者］野浪 亨（セラミックス研究部門メソポ

ーラスセラミックス研究グループ） 

［研究担当者］田尻 耕治、前田 雅喜、大橋 文彦、 

木村 辰雄（職員5名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

 アルミニウムケイ酸塩クラスターの組成を制御するこ

とにより、比表面積や吸着特性などの物性を制御する手

法についての研究を行った。ソルボサーマル処理など各

種処理法による無機ナノカプセル材料の表面特性変換を

検討し、水並びに有機物質の吸着特性を変化させた物質

の合成に成功した。また、アパタイト被覆二酸化チタン

光触媒の機能の高度化を図り、室内空気や水の浄化、医

科歯科用材料としての応用拡大を行った。 

 組成制御技術とソルボサーマルプロセスを併用するこ

とで表面に触媒機能等を付与した材料の応用開発を行っ

た。前年度までに開発したチタニア修飾されたシリカエ

アロゲルに金を担持した構造の材料の作製法を改良する

とともに、その酸化触媒機能の評価を開始した。チタニ

ア修飾物作製条件によるチタニア特性制御について検討

を開始した。 

 有機分子集合体を利用したメソ構造制御と同時に、組

成制御を可能とする合成法の開発を行い、非シリカ組成

では初の無機有機複合型メソポーラス物質となるメソポ

ーラスフォスフォン酸アルミニウムの合成に成功し、こ

の物質がアレルギー原因物質の一つとされるアルデヒド

分子と強い相互作用を示すことを見出した。 

 毛管凝縮現象を利用し、住空間の湿度環境を自律的に

制御し得る、メソポーラス多孔質材料の製造技術として、

選択溶解法によりカオリナイト質粘土等の安価で入手容

易な天然原料を利用した多孔質材料の調製技術を検討し

た。無機系産業廃棄物等を利用したセラミック建材の多

孔化と高強度成型固化技術を確立するため、廃棄物等を

利用した多孔質建材の合成法および成形・固化法に関す

る研究を行った。また、多機能性付与技術の開発と性能

評価に関する研究を行った。 

 さらに、メソポーラス材料の応用分野である調湿建材

に関する標準化研究を行い、未利用資源を活用した低コ

ストな機能性建材の製造方法に関し、国内特許出願１件

に関与した。調湿建材の研究動向や調湿建材の性能に関

して適正湿度維持（50-70%RH）等、調湿建材に期待さ

れる性能を判断し得る湿度条件での吸湿量を吸着等温線

から見積もり、調湿建材の選択や施工条件の検討指針と
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しても有効な調湿性能評価試験条件の整備を進めること

ができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］メソポーラスシリカ、遷移金属酸化物、

光触媒、粘土鉱物、 

 

［テーマ題目12］空間機能化セラミックスの開発（運営

費交付金） 

［研究代表者］鈴木 憲司（セラミックス研究部門空間

機能化セラミックス研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 憲司、堀内 達郎、尾崎 利彦、 

犬飼 恵一、増田 浩之 

（職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、環境問題のひとつである燃焼工程等から

排出されるダイオキシンや重金属等の環境汚染物質の除

去、燃焼排ガスの無害化を総合的に実現するため、高温

で機能を発揮する「空間機能化セラミックス」材料の開

発を行う。高温における排ガス浄化は、熱回収の高効率

化、システムの長寿命化、ダイオキシン生成抑制等、多

くの利点を有する。 

 当グループは、高温で塩化水素等の酸性ガスや重金属

を固定化するセラミックスとして活性酸素をその構造中

に有するハイドロソーダライト及びハイドログロシュラ

ーを見出し、さらにハイドログロシュラーの400℃での

分解生成物であるアルミノシリケート（マイエナイト）

なども活性酸素を有する材料であることを見出した。 

 本年度は、これらの材料の特性や反応メカニズムをさ

らに詳細に調べることにより、新たな用途への展開ある

いは新規環境浄化用セラミックスの開発を図った。また、

マイエナイトの簡便な新規合成法を開発し、その組成と

反応特性との関係などを明らかにした。この研究の進展

により、用途に適した反応性の材料の利用という材料応

用の糸口となることが期待される。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、活性酸素、ハロゲン固定、

環境、排ガス浄化 

 

［テーマ題目13］セラミック部材の力学的特性に関する

基礎的研究（運営費交付金） 

［研究代表者］兼松 渉（セラミックス研究部門力学特

性標準技術研究グループ） 

［研究担当者］兼松 渉、宮島 達也、阪口 修司、 

伊藤 正治（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、高温構造用セラミックス部材の高信頼性

化・長寿命化のための指針を得ることを目的とする。研

削加工損傷や摩耗現象などの高接触応力に起因する表面

損傷機構および、繊維強化セラミックスの腐食性雰囲気

における損傷許容性について、破壊理論に基づいた精緻

な実験的解析により損傷形成過程のモデル化を図り、部

材特性の高精度な解析手法を開発する。研究成果は学術

論文の形で公表するとともに、JIS 原案または AIST-
TR の策定に寄与することによって産業界に移転される

だけでなく、ISO 等の国際規格を提案する際の技術的

基盤として活用される。 

 表面損傷機構に関する研究については、前年度までに

開発した、表面損傷をプラズマエッチングにより可視化

する手法を、摩耗損傷および、摩耗のモデル実験として

位置づけられるひっかき試験における損傷の評価に適用

した結果、α／βサイアロン複合体のひっかき及び、す

べり摩耗における表面損傷を可視化することに成功した。

表面損傷の観察・形成範囲の定量化を通して、ひっかき試

験に関しては、ダイヤモンド圧子先端の表面が鏡面ではな

く、荒れていた方が摩耗試験の表面損傷状態に近いことが

明らかになった。また、β相粒子の含有率が異なる4種類

のサイアロン複合体を用い、ひっかき条痕を形成するのに

必要なエネルギーと、ピンオンディスク方式摩耗試験にお

ける摩耗速度について調べたところ、両者ともβ相粒子の

含有率が低いほど値が小さくなることが明らかになった。 

 これらのことから、両者は損傷形成という観点において

は類似性があり、先端表面の荒れた圧子を用いたひっか

き試験は、すべり摩耗特性の簡易評価手法としての利用

可能であることが示唆された。 

 圧子圧入による粘弾性・弾塑性特性評価に関する研究

については、二つの方式の圧子圧入試験装置の試作を行

った。一つは、力学的に高硬度で光学的に透明な物質

（ダイヤモンド、サファイア、ルビー等）を試料表面と

の接触プローブとして用い、このプローブと同軸に光学

観察系を配置したシステムである。このシステムは、接

触面寸法を in situ で測定することができるので、これ

から換算される接触応力と接触歪みの関係から材料の構

成式を求めることが可能となった。他の一つは、球殻を

接触プローブとして用い、試験片との接触によって球殻

の内側に生じるひずみを計測するシステムである。この

システムの開発により、有機無機複合生体セラミックス

などプローブよりも柔らかい材料の弾塑性あるいは粘弾

性特性の解析が可能になることが期待されている。上記

の二つの手法とも特許出願を行った。次年度以降、両方

式の試験装置の精度向上を図り、プロトタイプの開発に

着手する予定である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］接触損傷、摩耗、プラズマエッチングエ

ッチング、圧子力学 

 

［テーマ題目14］セラミックス化学計測の研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］上蓑 義則（セラミックス研究部門化学

計測研究グループ） 

［研究担当者］上蓑 義則、柘植 明、森川 久、 
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中根 清（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高機能・高性能なファインセラミック材料の開発に当

たって、化学状態を含めた成分組成を精確に把握するこ

とは必須である。当研究グループではこれまで培ってき

たファインセラミックス中微量金属成分の化学計測（分

析）技術を基盤に、近年、材料の機能や性能に影響を及

ぼすことが明らかになりつつある非金属成分の定量法の

確立に重点を置いて研究を行った。具体的には現行の

JIS R 1603並びに R 1616の改正に資することを目的に、

炭化ケイ素、窒化ケイ素両ファインセラミック材料の化

学分析方法について研究を行い、両 JIS に懸案事項と

して明示されている遊離炭素とハロゲンの定量法を確立

した。また、現在市販されている炭化ケイ素原料微粉末

には、現行の JIS に記載された手法では微量金属成分

の分析が行えないものもあることから、加圧酸分解手法

についても検討し確立した。これらの成果をもとに、両

規格の改正原案素案を提案した。また、計測標準研究部

門、成果普及部門品質保証室と共同で非酸化物系ファイ

ンセラミックス化学分析用標準物質の開発にも取り組み、

成分濃度の値付けを行い、認証を得て、世界初のファイ

ンセラミックス用炭化ケイ素微粉末の化学分析用国家標

準物質2種類（NMIJ CRM 8001-a、8002-a）を開発し

た。また、局所分析法にて固体材料を分析する際に問題

となる「均質性」を定量的に表現する指標の提供を目的

に基礎的な研究を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］化学分析、標準物質、微量含有物、セラ

ミックス粉末、均質性 

 

［テーマ題目15］高性能性光触媒の開発と評価及び環境

浄化への応用に関する研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］垰田 博史（セラミックス研究部門環境

材料化学研究グループ） 

［研究担当者］垰田 博史、田中 一彦、深谷 光春、 

渡辺 栄次（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光などの無公害の自然エネルギーを用いて安全に

分解・無害化する高機能性光触媒環境材料とその性能評

価法の開発を行い、環境浄化への応用を進めた。 

 産業廃棄物をマトリックスに用いた機能性光触媒環境

材料の開発と活用法の検討を行い、チタン金属屑を利用

した光触媒コーティング液を開発し、脱臭剤や洗浄剤と

しての用途も得られた。また、古紙を利用した機能性建

具を開発するとともに、可視光応答型光触媒環境浄化材

料の高機能化を進め、繊維やプラスチッスに使用できる

可視光応答型光触媒を開発した。さらに、フラクタル構

造を持つ高機能で常温硬化型の透明光触媒膜を開発し、

抗菌、空気浄化、超親水性などの機能を持つ壁紙やビニ

ールハウス用フィルムなどの開発を行った。そして、

JIS 化及び ISO 化を目指して信頼性のある光触媒性能

評価法、特に水質浄化性能試験法の開発と JIS 及び

ISO 原案の作成を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒環境材料、光触媒環境技術、光触

媒性能評価技術、環境計測技術 

 

［テーマ題目16］粒子配列制御の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］後藤 昭博（セラミックス研究部門粒子

配列制御研究グループ） 

［研究担当者］後藤 昭博、佐野 三郎、都築 明博、 

李 京龍（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電波吸収材料などの機能性セラミックス製造を目的と

して、以下のような素材製造およびプロセシング技術開

発を実施した。プロセシング技術としては、磁性粉体の

泥しょう鋳込み成形の際に磁場を利用した、配向制御さ

れた成形体を作製するために使用する泥しょうの調整条

件について検討し、泥しょうの pH を酸性領域に保持す

ることにより、少量の非イオン系分散剤添加で流動性の

良い泥しょうを調製することができた。この泥しょうを

用いて、磁場泥しょう鋳込み成形を行い、X 線的に配向

した成形体を作製することができた。 

 配向度は磁場の強さに比例すること、ある磁場の強さ

以上では配向度が飽和することなどが分かった。また、

素材製造として、ナノ特異性を有するセラミックス・ナ

ノ粒子製造法については、湿式媒体撹拌粉砕方法を利用

した粉砕調製品を乾燥状態で使用する場合、凝集性が強

く、粒子分散性が良くないことが分かった。そこで、乾

式法による媒体撹拌粉砕を試み、粒子分散性を検討した

結果、極少量のアルコールを添加することにより、湿式

法と同程度の粉砕性能で、分散性が非常に良い粉砕粉末

が得られることが分かった。 

 一方、ミリ波帯で利用可能な電波吸収材料評価を目的

として、ミリ波帯での複素透磁率の測定法について検討

した。導波管型フィクスチャーを用いて S パラメータ

を測定し、ニコルソン－ロス・モデルを適用することに

より M 型フェライト粉体の複素透磁率を測定すること

ができた。この測定により、M 型フェライトのピーク

周波数は、自由空間法による透過吸収のピーク周波数と

一致することが確認され、M 型フェライトのミリ波吸

収は磁性損によることが実証された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］磁性粉体、磁場、鋳込み、配列制御、電

波吸収 

 

［テーマ題目17］超音波プロセスの研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］飯田 康夫（セラミックス研究部門超音
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波プロセス研究グループ） 

［研究担当者］飯田 康夫、辻内 亨、安井 久一 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 液体に超音波を照射することによって生ずる微小気泡

の振動（キャビテーション現象）によりプラズマを発生

させたり、音響圧により微粒子を操作することができる。

このような超音波の特性を利用した新たなプロセスの開

発や、反応場の解析を進めている。超音波によるソノケ

ミカル反応場や音響放射力の理解とその特徴を生かした

材料合成、環境浄化等への産業応用を目的として、液相

を場とする強力超音波場や制御された定在波場の理論解

析と光散乱法などを用いたキャビテーションの観察を行

った。これまでに開発した Keller 式を基礎とした微小

気泡のダイナミクスと気泡内化学反応、熱交換などを組

み入れたシミュレーションコードにより、各種条件化で

のソノケミカル反応場の時間発展を検討した。また、レ

ーザー光散乱法による気泡数の空間分解測定法を開発し、

キャビテーションダイナミクスの理解に応用した。環境

浄化に関しては色素をモデル化合物として分解効率に関

する周波数依存性などの検討を進めた。さらに新規材料

プロセス技術として二酸化チタン光触媒のソノケミカル

プロセスによる性能向上とその評価に関する研究を行っ

た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超音波、キャビテーション、気泡、環境

浄化、光触媒、局所高温場、化学反応 

 

［テーマ題目18］データベース基盤技術に関する研究

（運営費交付金） 

［研究代表者］杉山 豊彦（セラミックス研究部門デー

タベース基盤技術研究グループ） 

［研究担当者］杉山 豊彦、鈴木 和夫、長江 肇、 

中野 研一、黒川 利一、水野上登代子、 

池戸みかる、野田 基広、堀川 展、 

白木 孝枝、阿南 久則 

（職員5名、非常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研の保有する釉薬テストピースの有効利用および

セラミックス系廃棄物、未利用資源の積極的な利用の促

進を目的とし、セラミックカラーデータベースの開発お

よびセラミックス系廃棄物、未利用資源の組成や基本的

物性のデータ収集、それに関わる調整、成形技術など各

種プロセスのデータの蓄積を行う。また、セラミックス

業界、研究機関、大学などから強い要望に応えて、国内

窯業原料データベースを、公設研究機関と協力し、作成

することを目標とする。セラミックカラーデータベース

化に関しては、第1期間で保有する基本的なテストピー

スの15000点以上の電子データ化を目標にする。 

 当所の30万点以上の釉薬テストピースは、80年以上の

高レベルの研究の蓄積であり、世界的にも貴重な資料で

ある。このため、構築中のデータベースは、学会、業界

などから高い評価を受け、共同研究、技術指導の要請が

ある。また、国際的にも各国の研究機関、企業から注目

されている。国内窯業原料データベースは、これまで40

年にわたって、4版が発行された書籍の第5版に相当する

もので、今回から電子情報のデータベースとして構築し

た。このデータベースは日本国内の原料を網羅し、各県

の公設試験研究機関が責任をもってデータの作成を行っ

たもので、産業の基盤情報として貴重なものである。 

 平成15年度においては、セラミックカラーデータベー

スにおいて約3500件の新規データ追加入力を行った。ま

た、発色に関する基礎研究を行った。これらの成果に基

づいて、企業からの共同研究要請への対応、新規釉薬の

開発研究、環境負荷が小さく安全な釉薬の開発を実施し

た。国内窯業原料データベースでは、窯業部会の原料分

科会と共同して委員会を組織し、データベースを構築し、

データを整備して公開した。今後の維持管理についても、

体制を整備した。さらに、データベースの対象を輸入原

料にまで拡大することを試み、データ収集方法、データ

ベースの構造、検索方法の改良などを検討した。リサイ

クルデータベースでは、各種無機系廃棄物を用いたリサ

イクルセラミックスについて基礎的実験研究を行うとと

もに、データ収集を行なった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］データベース、窯業、原料、発色、リサ

イクル 

 

［テーマ題目19］セラミックス中のナノポアを溶液反応

のナノ化学工場として用いる技術の開発

（運営交付金） 

［研究代表者］岡嵜 正治（セラミックス研究部門 解

析評価研究グループ） 

［研究担当者］岡嵜 正治、澤口 直哉、鳥山 和美 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノサイズの円管が積み重なった形のセラミックスで

ある MCM-41をカラムに充填し、そこに溶液を流すと、

溶液は容易に MCM-41のナノチャンネル中を流れる事

を見いだした。これはポアズイユ則では全く説明されず、

ナノサイズの管特有の流れ方である。この流れを我々は

Collective Flow と呼ぶ。更に、MCM-41粒子間にも溶

液を満たすと、溶液分子はナノチャンネル内外間を容易

に拡散する事をスピンプローブ法や NMR 法を用いて明

らかにし、この拡散を Collective Diffusion と呼ぶ事を

提唱した。さらに、このナノチャンネル内での液体の流

れの特異性、化学反応の特異性、溶液運動の特異性につ

いて研究を進めた。 

 また、この流通システムを用いる事により、特異な化

学反応過程として工業的に利用できる可能性を放射線化
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学反応等で示した。 

［分 野 名］ナノテク、材料、製造 

［キーワード］ナノ化学工場、反応制御、磁気共鳴 

 

［テーマ題目20］「含フッ素ハイブリッド化合物による

クリスタルエンジニアリングに関する研

究」(内部競争的資金) 

［研究代表者］小野 泰蔵（セラミックス研究部門 解

析 評価研究グループ） 

［研究担当者］小野 泰蔵、早川 由夫、林 永二、 

深谷 治彦、西田 雅一（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、含フッ素ハイブリッド化合物の分子

認識能を利用した全く新しいタイプのクリスタルエンジ

ニアリング手法の開発を行うことである。研究計画は、

二つのステージからなる。初年度（平成14年度）におい

ては、含フッ素ハイブリッド化合物を系統的に合成し、

その X 線結晶構造解析を行うことで、分子構造と結晶

構造（パッキング）との関係を調べた。その結果、含フ

ッ素ハイブリッド化合物はフッ素の撥水撥油性に起因し

てフッ素のミクロ相分離を起こすような分子配向でパッ

キングすることが判った。今年度は、得られた分子構造

―結晶構造相関を利用してジアセチレン誘導体の分子設

計を行い、重合活性を有するジアセチレン官能基を結晶

相で空間的に隣接した位置に制御することに成功した。

本結晶は、室温蛍光灯の光でも徐々に重合するが、紫外

線を照射すると速やかに重合し、金属光沢を有する黒色

の結晶性固体を与えることが判明した。黒色金属光沢は、

空気中室温で保存しても長期に亘って変化せず安定な導

電性高分子としての利用が見込まれる。 

［分 野 名］ナノテク、材料、製造 

［キーワード］フッ素化学、クリスタルエンジニアリン

グ、超分子化学、高分子化学 

 

［テーマ題目21］分子シミュレーションによるセラミッ

クス粒界近傍の原子挙動解析 （運営交

付金） 

［研究代表者］澤口 直哉（セラミックス研究部門 解

析 評価研究グループ） 

［研究担当者］澤口 直哉、岡嵜 正治（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 イットリア添加ジルコニアは酸素の良好な伝導体であ

り燃料電池などに使用される重要な材料である。そこで、

この材料中の元素の分布が均質でない場合に、酸素の伝

導がどのような影響を受けるかをシミュレーションで解

析した。その結果、イットリウムが結晶粒の間に多く集

まることで、各イオンの伝導に影響が生じることが明か

となった。 

［分 野 名］ナノテク、材料、製造 

［キーワード］粒界、偏析、シミュレーション 

［テーマ題目22］発根促進剤の開発とその応用に関する

研究（運営交付金） 

［研究代表者］片山 正人（セラミックス研究部門植物

成長剤開発応用連携研究体） 

［研究担当者］片山 正人、増井 裕子、馬場 甫 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 今日地球温暖化によると考えられる洪水や干ばつなど

の様々な被害が世界各地で頻発していることからその地

球温暖化を防止することは世界の国々の緊急の課題であ

る。当研究体は、地球温暖化を生理活性物質研究の立場

から解決することを究極の目的として植物成長剤の開発

研究を行っているが、地球温暖化の 大の原因である二

酸化炭素を植林による森林再生によって減少させるため

に、当研究体では植林用の苗木作りのための高性能発根

促進剤を開発してきた。 

 当研究体は、植林用苗木を大量生産するために開発し

た高性能発根促進剤（4-Cl-IAA 及び5,6-Cl2-IAA）を

用いて、タイ国で同国政府機関の森林工業機構（FIO）

と共同してチーク（Tectona grandis）の挿し穂に対す

る発根試験を行った。その結果、既存の発根促進剤であ

るセラディックス（オキシベロン）は40%程度の発根率

しか示さなかったのに対して、当研究体が開発した両高

性能発根促進剤は、ほぼ100%という 高の発根率を示

した。この成果により、タイ国におけるチークの植林用

苗木の大量生産に目処が付き、事実6万本のチークの苗

木生産にこれらの高性能発根促進剤が利用され、得られ

た苗木は現地ランパン県の植林地に植栽され、現在順調

に生育している。また、ベトナムにおいてもこれらの高

性能発根促進剤を利用した植林用苗木作りへの応用試験

をベトナム森林科学研究所（FSIV）と共同して開始し

た。さらに、西アフリカのセネガルでの日本の ODA に

よる植林事業において植林されている樹木の一つ、モク

マオウ（Casuarina equisetifolia）の幼植物に極低濃度

の高性能発根促進剤溶液を葉面散布することによって顕

著に根張りの向上と葉部の成長が認められ、実際散布処

理して砂漠地に植栽したモクマオウの幼木は著しく成長

が促進されることも明らかになった。この成果を基に16

年度のモクマオウの苗木生産に本高性能発根促進剤溶液

が使用される予定である。その他、本高性能発根促進剤

は、月桂樹、ノムラカエデ、スギ等に対しても顕著な発

根促進活性を示すことも明らかにした。 

 さらに、本高性能発根促進剤を使い勝手の良い試剤と

するための開発も進め、同試剤の開発に成功した。現在

本試剤を用いた様々な植物に対する応用試験が実施され

ている。 

 以上示したように、当研究体が開発した高性能発根促

進剤は、植物成長調節剤として実用化しうる化合物であ

ることが明らかになってきており、今後の成果が期待さ

れる。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］発根促進剤、植林、地球温暖化防止、二

酸化炭素削減、植林用苗木生産 

 

⑰【基礎素材研究部門】 
（Institute for Structural and Engineering 
 Materials） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究部門長：鳥山 素弘 

副研究部門長：立山 博、田澤 真人、鷲見 新一、 

       横川 清志 

総括研究員：安部 英一、村上 純一、三輪 謙治、 

       朝比奈 正、犬養 吉成、 

       立山 博（兼務）、鷲見 新一（兼務）、 

       横川 清志（兼務） 

 

所在地：中部センター、東北センター、中国センター、 

    九州センター 

人 員：86（84）名 

経 費：1,098,456千円（575,595千円） 

 

概 要： 

 基礎素材研究部門は、「安心・安全で質の高い生活

を保持しつつ循環型社会へのスムーズな移行」という

社会的な命題の解決に対して、材料／素材の研究開発

に携わる組織として低環境負荷製造プロセスやリサイ

クルプロセスの革新、長寿命・高信頼性化技術の高度

化、機能融合型先進材料の創製等の研究結果をもって

寄与する。 

 そのため、本研究部門では、金属（主として軽量金

属）及び無機系材料／素材を中心として、バルクから

表面にわたる構造を様々なスケールで制御することで

多彩な新機能を発現する先進構造材料／素材群を基礎

素材と定義し、これらの低環境負荷製造、リサイクル、

長寿命化、機能融合等にかかわるプロセス技術、評価

技術、成形・加工技術、基盤技術等における COE を

目指すとともに、それらを研究開発する人材と持てる

インフラの能力を 大限発揮して産業技術の革新に努

める。 

 本年度は、これまでに得られた成果を基に重点課題

を組みなおし、求められている社会ニーズ（循環型社

会の構築に資するリサイクル、省エネ、CO2削減、成

形・加工技術等）に対して限られた研究資源で責任あ

る成果を挙げるために、(1) 金属材料の高性能化技術、

(2) 高耐食性材料技術、(3) 高寿命・高信頼性技術、

(4) 省資源・エネルギー材料技術という4つのテーマ

について、関連する研究グループが有機的に連携して

効率的に研究が進められるようにした。以下に、各テ

ーマの概要と、その元で実施している各設定研究テー

マを示す。 

(1) 金属材料の高性能化技術 

 ［テーマ題目１］軽量金属材料プロセスに関する

研究 

 ［テーマ題目２］固体プロセスによる金属材料の

リサイクル技術 

 材料産業の国際競争力強化と循環型低環境負荷社

会を実現するための達成を目的に、実用省成分軽量

合金を対象に新規な鋳造加工プロセス技術を開発す

る。また、金属材料の組織を制御することで、リサ

イクル性を保持しながら機械的特性を向上させる技

術、および、使用部材の軽量化と資源の消費を削減

する技術やマテリアルリサイクルにおける再生品の

特性劣化をリサイクル過程で新たな特性を付与する

こと等で補う技術の開発を行う。 

(2) 高耐食性材料技術 

 ［テーマ題目３］耐環境性材料に関する研究 

 モノリシック材料では対応できない過酷な使用環

境下において高信頼性を保証する複合材料・部材の

開発・評価を行う。この複合化によってナノからミ

クロレベルで材料の組織・構造や表面・界面を制御

することで耐食性や耐摩耗性等の諸機能を高度化し、

材料の信頼性や耐用寿命を高める複合材料製造プロ

セスと高機能コーティング技術、及びその特性評価

技術を開発する。 

(3) 高寿命・高信頼性技術 

 ［テーマ題目４］機能融合型基礎素材の開発 

 ナノ構造制御による機能発現技術を用いて、応力

発光体や圧電体等の再資源化が容易な環境適合性基

礎素材および多様な機能を複合化させた機能融合型

基礎素材を開発する。また、計算状態図の活用によ

る環境適合基礎素材開発として有害物フリー快削耐

食鋼や新規形状記憶合金を開発する。 

(4) 省資源・エネルギー材料技術 

 ［テーマ題目５］省エネルギー材料技術に関する

研究 

 建物や乗り物において大きな省エネルギー効果を

持つ、調光ガラスや木製サッシといったパッシブ系

省エネルギー材料の開発を行う。これらを用いるこ

とで、特に空調に係るエネルギーを大幅に削減する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「金属化合

物クラスターにおける触媒機能開発」（12,721千円） 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1）「複相組織

制御による耐酸化コーティング開発」（19,304千円） 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「材料の

低環境負荷ライフサイクルデザイン実現のためのバリア
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フリープロセシング技術に関する研究／微細組織制御に

よる循環型素材（Al、Mg）の高機能化」（13,545千

円） 

 

経済産業省 科学技術総合研究委託費（継続）「都市ゴ

ミの高付加価値資源化による生活排水・廃棄物処理シス

テムの構築に関する研究／汚泥を含む有機廃棄物の石油

製品化／有機廃棄物の可容化法／有機廃棄物用亜臨界水

処理装置の開発」（6,984千円） 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「プラズマ利用イオ

ン注入法による金属材料表面の高機能化に関する研究」

（14,440千円） 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「2段式反応焼結に

よる繊維強化炭化ケイ素複合材」（11,423千円） 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「ノリ加工用海水の浄化・再生に関す

る研究」（11,213千円） 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「未

来型 CO2低消費材料・材料製造技術研究開発 無機・

有機材料系における CO2低排出材料技術開発 基礎素

材分」（104,186千円） 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「次

世代型分散エネルギー基盤技術研究開発 新規水素貯蔵

材料開発のための支援技術開発 水素貯蔵システムの水

素脆化および材料データベースの研究」（12,186千円） 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「次

世代型分散エネルギー基盤技術研究開発 新規水素貯蔵

材料開発のための支援技術開発 軽量材料の水素による

劣化の研究」（5,144千円） 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「次

世代型分散エネルギー基盤技術研究開発 新規水素貯蔵

材料開発のための支援技術開発 水素の安全と規制に関

する調査」（3,272千円） 

 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「エ

ネルギー・環境技術標準基盤研究 微細結晶粒制御の軽

量金属材料の評価方法」（17,000千円） 

 

経済産業省 電源多様化受託研究費「太陽）太陽電池の

高効率化を目的とした光拡散反射性基板の研究開発」

（13,198千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（共同研究型）」（12,075千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（共同研究型）」（22,097千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）」

（12,416千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）」

（13,020千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）」

（11,287千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「エネルギー使用合理化技術戦略的

開発 エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 環境

応答型ヒートミラーの研究開発」（14,428千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「革新的部材産業創出プログラム 

高機能高精度省エネ加工型金属材料（金属ガラス）の成

形加工技術プロジェクト」（9,000千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「エネルギー使用合理化技術戦略的

開発 エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 環境

応答型ヒートミラーの研究開発（下期）」（10,567千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「革新的部材産業創出プログラム精

密部材成形用材料創製・加工プロセス技術の開発事業

（下期）」（8,500千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「革新的部材産業創出プログラム 

高機能高精度省エネ加工型金属材料（金属ガラス）の成

形加工技術プロジェクト（下期）」（8,500千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「自動車軽量化のためのアルミニウ

ム合金高度加工・形成技術の開発事業」（33,573千円） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「精密部材成形用材料創製・加工プ

ロセス技術の開発事業」（119,158千円） 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 受託研究費「自動車軽量化のためのアルミニウ

ム合金高度加工・形成技術の開発事業（下期）」（13,996

千円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（SORST)「DUP 石炭灰煉瓦に関する研究」（30千

円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（SORST)「表面 適化炭素ナノ繊維の新規環境触媒

機能」（650千円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造推進事業

「量子ナノ金属粒子－絶縁体複合材料の超高速非線形光

－光制御の研究」（156千円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（SORST)「DUP 石炭灰煉瓦に関する研究（下期）」

（30千円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（SORST)「表面 適化炭素ナノ繊維の新規環境触媒

機能（下期）」（650千円） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造推進事業

「量子ナノ金属粒子－絶縁体複合材料の超高速非線形光

－光制御の研究（下期）」（156千円） 

 

財団法人科学技術交流財団 地域新生コンソーシアム研

究開発事業「軽金属の省エネルギー型高効率射出成形加

工技術の開発」（3,805千円） 

 

財団法人ファインセラミックスセンター 平成15年度

「産業用コージェネレーション実用化技術開発」（国際

協力事業）「窒化ケイ素セラミックスの高温ガス耐食性

評価」（1,400千円） 

 

財団法人金属系材料研究開発センター NEDO からの

再委託「水素安全利用等共通基盤技術開発－水素に関す

る共通基盤技術開発－水素用材料基礎物性の研究－水素

特性試験装置の開発及びそれを用いた水素用材料の基礎

物性評価」（1,255千円） 

 

財団法人金属系材料研究開発センター NEDO からの

再委託「水素安全利用等共通基盤技術開発－水素に関す

る共通基盤技術開発－水素用材料基礎物性の研究－水素

特性試験装置の開発及びそれを用いた水素用材料の基礎

物性評価（下期）」（1,510千円） 

 

財団法人中部科学技術センター 平成15年度中小企業地

域新生コンソーシアム研究開発事業「誘導加熱による廃

タイヤからのスチール線除去に関する研究」（681千円） 

 

財団法人中部科学技術センター 平成15年度中小企業地

域新生コンソーシアム研究開発事業「ハイブリッド型ア

ルミ合金鋳造溶解炉の開発」（424千円） 

 

財団法人中部科学技術センター 財団等受託研究費「地

域コンソ）精密成形・ナノ加工プロセスによる微少駆動

システムの研究」（1,155千円） 

 

財団法人ひろしま産業振興機構 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業「半凝固射出成形法による循

環型・軽量高品質自動車部品の研究開発（525千円） 

 

財団法人岡山県産業振興財団 平成15年度地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「革新的“界面制御鋳ぐるみ”

プロセスによる掘削用新規超硬ビットの実用化研究開

発」（2,830千円） 

 

財団法人佐賀県地域産業支援センター 新世紀戦略型技

術移転推進プロジェクト事業「脳生体情報を用いた運動

機能補助：眼電図情報を用いた食事動作の運動機能補助

装置開発」（1,000千円） 

 

財団法人佐賀県地域産業支援センター 新世紀戦略型技

術移転推進プロジェクト事業「次世代ディスプレイ用微

粒子高輝度蛍光体の開発」（2,680千円） 

 

財団法人九州産業技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業「ヒト細胞を用いた次世代型

高機能タンパク質生産システムの開発／白血病関連タン

パク質の発現技術の開発」（3,927千円） 

 

株式会社東北岡野エレクトロニクス 平成15年度地域新

生コンソーシアム研究開発事業「光通信用高性能ペルチ

ェモジュールの開発」（5,666千円） 

 

三井鉱山株式会社総合研究所 民間受託「黒鉛材料等の

構造解析」（500千円） 

 

永大産業（株）民間受託研究費「木質材料の熱的特性向

上技術の開発」（5,729千円） 

 

永大産業（株）民間受託研究費「木質材料の熱的特性向

上技術の開発（下期）」（1,413千円） 

 

株式会社久保田鐵工所 民間受託「ロストコアを用いた

自動車用中空部品の成型に関する研究、成形金型への金
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属オキシカーバイドコーティングに関する研究」（800千

円） 

 

発 表：誌上発表228（118）件、口頭発表425（157）件、 

その他7件 

-------------------------------------------------------------------------- 
金属材料組織制御・評価研究グループ 

（Processing and Control Group） 
研究グループ長：斎藤 尚文 

（中部センター） 

概 要： 

 軽量金属材料に高強度、高靭性、耐磨耗性、易加工

性等の特性を付与するための結晶粒極微細化のための

組織プロセスとして、Friction Stir Processing（FSP）、
回転式 ECAP、異周速圧延などに関わる研究を行っ

た。鋳造用アルミニウム合金 AC8A（Al-12%Si-
1%Mg）に回転式 ECAP 加工を施すことで、材料の

破壊靱性を加工前の約10倍まで向上させることが出来

た。今回得られた結果は、回転式 ECAP 法により脆

性材料を延性化させることが出来たことを示している。

また異周速圧延した Mg-8.5%Li 合金は、ひずみ速度

が10-1s-1の領域で押出し材の2倍以上の伸びを示した。

この結果は、異周速圧延によって Mg-Li 合金により

優れた高速超塑性特性を付与できたことを示している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

軽量金属材料凝固プロセス研究グループ 

（Institute for Structural and Engineering Materials, 
 Light Metals Solidification Processing Group） 
研究グループ長：三輪 謙治 

（中部センター） 

概 要： 

 純金属(無酸素銅、タフピッチ銅)にマイクロエクス

プロ－ジョンプロセスを適用し、電磁振動条件を 適

化することにより、凝固状態において通常の組織の約

1/10以下の組織微細化に成功した。電磁振動プロセス

を Mg-Y-Cu 合金に適用し、急冷操作に依存すること

なく金属ガラスを創製することに世界で初めて成功し

た。また、セミソリッド試験機により、AZ91D マグ

ネシウム合金の各固相率に対応した 適成形条件を確

立した。さらに、誘導加熱による廃タイヤからのスチ

ール線除去技術を確立した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

木質材料組織制御研究グループ 

（Advanced Wood-based Material Technology 
 Group） 
研究グループ長：金山 公三 

（中部センター） 

概 要： 

 材料特性が、軟質で強度が低く、それらのバラツキ

が大きいために利用範囲が限定されているスギやヒノ

キなどの針葉樹材の材質改善を目的として、圧密加工

の検討を進めた。本加工方法の問題点となっていた生

産速度の低さと、それに起因する高コストを解決する

ことが、実用化への 大のハードルなので、ロールを

用いて単板を高温・高速加工する技術の開発を進めた。

まず、低価格の未利用間伐材を、ロータリーレースに

よって3mm 以下の薄板（単板）に加工し、これを素

材として利用することによって加熱時間短縮とコスト

を低減した。さらに、従来の180℃以下の加工温度を

100℃以上高くすることによって加工時間を短縮した。

これは、熱分解による材質劣化とトレードオフの関係

となることが危惧されたが、熱分解反応が進行する以

前に加工が完結することにより、材質劣化が回避され

ることが明らかとなった。この新規な圧密加工による

製品評価も進め、硬度や強度はブナやナラなどの高強

度広葉樹以上となることを確認した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

機能付与リサイクル技術研究グループ 

（Function Adding Recycling Technology Group） 
研究グループ長：鳥山 素弘（兼任） 

（中部センター） 

概 要： 

 塑性加工によるインプロセス組織制御等の先端材料

プロセス技術とリサイクル技術の融合により、リサイ

クルと同時に材料に高付加価値（高性能化）を付与す

る固体リサイクル技術に関する研究を行った。その結

果、5083アルミニウム合金、S45C 鉄鋼材料スクラッ

プ（切削屑）より、同じ加工履歴を経たバージン材と

同等の機械的特性を示す再生材の創製に成功した。ま

た、超軽量化、高精密形状付与を目的に、セル構造

（多孔質）化技術ならびに精密部材成形加工プロセス

に関する研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

金属系複合材料研究グループ 

（Metal Matrix Composite Group） 
研究グループ長：坂本 満 

（九州センター） 

概 要： 

 金属を複合化によってナノからミクロレベルで組

織・構造や表面・界面を制御することで耐食性や耐摩

耗性等の諸機能を高度化し、材料の信頼性や耐用寿命

を高める複合材料製造プロセス及びその特性評価技術

を開発する。具体的には、500℃以上での耐食性、

800℃以上での耐熱・耐摩耗性に優れた耐環境性材料

及び耐酸化性コーティング技術の開発、開発材料の高

温酸化・高温腐食・高温摩耗等の耐環境性評価技術の



研 究 

(334) 

開発を行う。 

 Fe-Cr-Ni-Mo-C 系材料を基にして高温耐食性に優

れた材料設計及び組織制御を行い、これまでの同系の

新規開発材料の Cr と C、Mo 量を 適に制御した材

料を開発した。実プラントにおける実証試験を通じて、

開発材料が当初の目標を十分にクリアする耐久性を有

していることを明らかにした。 

 一方、摩擦被覆法による高耐食性被覆形成技術の基

礎的なプロセス条件を、基盤材に炭素鋼を、被覆材に

SUS304及びインコネル625合金を用いて調査した。 

 摩擦被覆技術によって、基盤との接合強度において、

既存の被覆技術では達成されない強固な被覆が高能率

で形成すること、および界面での化学組成面での母材

による希釈がほとんどない、高機能被膜が形成される

ことを明らかにした。 

 Mo(Si,Al)2系の耐酸化コーティング技術を開発す

る目的で、Mo(Si,Al)2単相、Mo(Si,Al)2/HfB2なら

びに Mo(Si,Al)2TaB2複相材料、Nb 基 in-situ 複相材

料の熱膨張特性と機械的特性を精査して、熱膨張係数

や弾性定数等を求め、 適なコーティング組成を決定

した。また、このコーティング層と Nb 基複相材料界

面の高温での安定性を調査し、アルミナ中間層を導入

することにより、1300℃／100時間の等温酸化試験で

実用レベルの耐酸化性を確認した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

耐環境性評価技術研究グループ 

（Materials Life Characterization Group） 
研究グループ長：横川 清志（兼任） 

（中国センター） 

概 要： 

1) 材料の耐環境性予測：ニッケルの水素脆化を理論

的に解明するために、ニッケルの転位と水素の

NEB 法によるシミュレーションを行った。それに

より、ニッケルの水素脆化の特徴である水素による

交差辷りの抑制機構をよく説明できた。NEB 法に

よる計算は、既に鉄でも成功したので、このような

計算手法として確立できた。また、金属材料の環境

特性を原子レベルで評価する手法では、UHV-STM
によりニオブの清浄表面の作製並びに酸素、水素の

吸着の観察を行い、耐環境性と吸着ガスとの関係を

把握できた。 

2) 金属材料の水素脆化：高圧水素貯蔵にかかる金属

材料の水素脆化評価を行うために、試作した

70MPa の引張試験の原型装置は所定の性能を発揮

し、それを用いて高圧水素貯蔵向け候補材料の水素

脆化評価試験を行った。特に、候補材料のオーステ

ナイト系ステンレス鋼の70MPa までの水素脆化挙

動を明らかにし、高圧ガス保安法の例示基準への基

礎データとした。得られた結果は1970年代の

NASA に匹敵する成果を上げているといえる。 

3) 炭素の原子レベルの構造制御：新規触媒合成法に

よる新しい炭素ナノ繊維の基本的な Tubular, 
Herringbone, Platelet の三種類の構造を、走査ト

ンネル顕微鏡によって明らかにし、その生成機構を

提案した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

高耐久性コーティング研究グループ 

（Durable Coating and Surface Modification Group） 
研究グループ長：池山 雅美 

（中部センター） 

概 要： 

 ダイヤモンド状炭素（DLC）薄膜の形成条件を探

索し、金属配管部材への DLC 製膜においては、内径

5mm、長さ5cm のアルミ直管内面への製膜が出来た。

また、シリコン含有ガスを利用した DLC 膜中へのシ

リコン導入により、密着性の向上や内部応力の緩和が

可能となった。空気中1時間の熱処理を行い、熱処理

後の膜の組成や摩擦・摩耗特性、硬度を評価した結果、

300℃までは、全く膜の剥離が無く、硬度、摩擦・摩

耗特性及び膜中の水素含有量にも熱処理前と差がなか

った。400℃では、試料の端の部分でわずかな膜の剥

離と、表面近傍の水素の離脱が見られた。摩擦・摩耗

特性は熱処理前とほぼ同じであったが、硬度の若干の

低下が見られた。500℃の熱処理では、大半の膜が剥

離し、膜中の水素もかなりの量が脱離し、硬度もかな

り低下し、摩擦・摩耗特性は非 DLC 被膜試料と同程

度になった。以上のことから、マグネシウムの熱間押

し出し加工プロセス温度である300-400℃では、ほぼ

熱処理前の特性が維持される DLC 膜の作製が出来た。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目２ 

 

高耐食性コーティング研究グループ 

（Advanced Anti-Corrosion Coatings Group） 
研究グループ長：南條 弘 

（東北センター） 

概 要： 

 純鉄のテラス拡張に及ぼす溶液処理温度の影響につ

いて検討した。処理温度の上昇と共に粒子状構造の径

が増大し、中心線粗さ Ra が減少し、フラクタル次元

が2.0に接近することから、全体的に表面が滑らかに

なったことが分かる。ナノスケールで表面構造を評価

すると、25～40℃ではテラス幅が2nm と狭いが、ス

テップにおける酸化物原子の並びが観測された。60℃

では2次元的な原子の並びが観察され、処理温度の上

昇と共に表面の結晶化が進み、テラス幅も5nm に拡

張できた。 

 テラス拡張に及ぼす処理温度と処理電位の影響をま

とめると、処理温度が高く、処理電位が高いほど、テ
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ラス幅が拡張できることが分かる。また、中心電位で

は高密度のステップ構造があらわれることから、低温

高電位で処理するとさらに、高密度のステップ形成の

期待が持てることが分かった。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

環境応答機能薄膜研究グループ 

（Multifunctional Thin Film Group） 
研究グループ長：吉村 和記 

（中部センター） 

概 要： 

 多層薄膜を利用した省エネルギー効果の大きい窓ガ

ラス材料として調光ミラー及び高性能ヒートミラーの

研究を行った。マグネシウム・ニッケル系の調光ミラ

ー薄膜の研究において耐久性を向上し、500回程度ま

でスイッチングできる材料を開発した。また、電気的

にスイッチングを行うことのできるエレクトロクロミ

ック調光ミラー素子を作製することに成功した。高性

能ヒートミラーの研究において、多層薄膜の構造の

適化を行うことで、太陽光調光率を32%に、遠赤外領

域の反射率を80%に向上することに成功した。 

 また、多層薄膜における界面制御方の研究として、

パルスレーザ蒸着法による SiC 薄膜の多形制御のメ

カニズムについて詳細な考察を行い、レーザパルスの

繰り返し周波数を変化させることで基板表面の実効温

度が制御できることを明らかにした。また、3C-SiC
のヘテロエピタキシャル薄膜を作製する際に、基板表

面の高度処理を行うことでこれまで問題となっていた

結晶欠陥の1つであるダブル ポジショニング バウン

ダリーの生成を抑えることに初めて成功した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

機能性ナノマテリアル研究グループ 

（Functional Nanomaterials Group） 
研究グループ長：村上 純一 

（中部センター） 

概 要： 

 金ナノクラスターの材料化の研究では、液相合成さ

れた2nm 以下の金クラスターについて分別沈殿法を

適用することによりクラスターサイズを厳密に分離す

ることを試みた。その結果、金原子の数が142個、48

個、28個等のサイズのクラスターを単離することがで

きた。さらにそれらのクラスターについて吸収スペク

トルの測定を行い、サイズ変化による電子状態変化を

明らかにした。また、28個の金原子からなるクラスタ

ーについてはポンプ－プローブ実験を行い、このクラ

スターの非線形感受率を決定することができた。 

 金クラスター・シリカ複合体の CO 酸化触媒活性に

ついては、上記サイズを厳密に選別したクラスターを

担持したクラスター触媒について実験を行い、サイズ

に依存した触媒活性があることを明らかにした。 

 単一サイズナノクラスター材料化の研究では、タン

グステン5量体上での N2O 生成について、これがタン

グステン5量体の触媒活性によるものであることを、

窒素あるいは水の同位体を用いることにより明らかに

した。さらにはこの N2O 生成反応のクラスターサイ

ズ依存性を調べ、N2O 生成には適当なサイズのクラ

スターが必要であることを明らかにした。 

 ナノクラスターのグラファイト上における高速拡散

現象の滑り拡散機構の解明のために、滑り運動の長時

間挙動と拡散係数の温度依存性について昨年度に引き

続き理論計算を行い、その詳細を明らかにした。 

 

高耐久性材料研究グループ 

(Highly Durab1e Materia1s Group) 
研究グループ長:朝比奈 正 

（中部センター） 

概 要: 

 自動車用ポーラスアルミニウム材料の開発：ポーラ

スアルミニウム系自動車材料が有する、超軽量である

ばかりでなく、大きな衝撃エネルギー吸収性や小さな

変形時の瞬間 大変形応力を併有する新規な自動車用

材料を実現するため、材料設計指針の明確化と評価技

術の確立を進めた。高空隙率材料の性能保全と信頼性

向上のためには、空隙率制御性の改善と機械的特性の

向上が必須である。そのため、ポーラス構造の制御、

特に構造の均質性、形状、欠陥の密度等が機械特性に

与える影響を評価し、よって製品化プロセス技術の基

礎の確立に努めた。 

 高度化する材料技術に対応できる高機能プロセス技

術の検討：高度化する材料技術に対応できる次世代を

担う萌芽的基礎研究として、生体での使用を指向した

Ti 材料において、窒化珪素や炭化珪素を添加するこ

とにより大幅な強度の向上を実現したほか、スパッタ

リングにより界面制御層材料をコーティングする技術

の実現化を図った。特に新材料の表面性状の制御・プ

ロセス技術に注目し、素地密着性の高い Ti-C 系や

Ti-N 系耐食皮膜の形成条件の明確化を進めた。一方、

静滴法によってアルゴン雰囲気中での溶融純チタンの

表面張力や接触角を測定し、基本材料物性の整備に努

めた。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

相制御プロセス研究グループ 

（Phase Engineering and Processing Group） 
研究グループ長：鳥山 素弘（兼任） 

（中部センター） 

概 要： 

 環境に優しい元素で構成される低温用熱電材料であ

るホイスラー型 Fe2VAl 合金化合物に対してメカニカ
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ルアロイング法による合成とパルス通電焼結技術によ

るバルク化技術を開発した。本プロセスでは長時間の

熱処理を行わなくてもホイスラー構造にすることがで

きる。得られたバルク体をスパッタ用ターゲットに加

工し、基板を加熱しながらスパッタすることにより薄

膜状の熱電素子を作製することができた。得られた素

子は従来作製した Bi-Te 系薄膜状熱電素子の6分の1の

薄さにもかかわらず、その起電力は3分の1以上（同じ

厚さで換算すると2倍以上）であり、Bi-Te を越える

熱電材料になるものと期待される。 

 優れた鋳造性と機械加工性を有しているため、配管

に用いられてきた銅合金（BC6）は、鉛の溶出が環境

汚染となるため、鉛を含まない銅合金の開発が期待さ

れている。そこで、鉛の代わりにビスマスを用いた銅

合金の鋳造性を評価した。ビスマスを用いた銅合金は

終凝固部付近に欠陥が発生しやすいが、冷却速度を

高めることで欠陥の発生量が減少した。また、冷却速

度を高めることで組織が微細化し、BC6材を越える強

度と伸びが得られることが明らかとなった。 

 耐食性に優れるチタンの硬度と強度を改善するため、

Ti5Si3金属間化合物を分散した複合材料を作製した。

燃焼合成反応を利用して Ti と Si から Ti5Si3化合物を

合成し、粉砕することで微細な粉末を得ることができ

た。この粉末と Ti 粉末を混合し、パルス通電焼結に

より固化成形することで Ti-10～30vol% Ti5Si3組成の

複合材料を作製した。得られた Ti-30vol% Ti5Si3は、

室温において526Hv の硬度で1776MPa の圧縮強度を

示した。 

 

機能性金属材料研究グループ 

（Metal-based Functional Materials Group） 
研究グループ長：橋本 等 

（東北センター） 

概 要： 

 メカニカルアロイングとパルス通電焼結によるナノ

組織制御では、Bi-Sb-Te 系熱電変換材料の性能指数

の向上を目指し、量産に適したインゴット粉砕＋熱間

押出法を用いて、押出条件の 適化、Ge などベース

材より酸素との親和力が大な元素を導入して導電性酸

化物を形成させることによる酸素の影響の除去、Te
過剰添加による焼結時の組成ズレの補正の検討および

n-type について 適組成の決定を行った。その結果、

導電性酸化物形成元素 Ge の添加は、性能指数の改善

には効果がなく、p-type では逆に性能指数を低下さ

せた。一方、Te の過剰添加は p-type では性能指数改

善に効果的で、押出による性能指数の向上効果と合わ

せて性能指数が30%向上し、3.288×10-3K-1が得られ

た。n-type については 適組成を決定したが、性能

指数は押出をしても2.172×10-3K-1に留まった。 

 計算状態図の活用による環境適合基礎素材開発では、

鉛フリー低 Cr 快削耐食鋼の合金設計を行い、快削剤

Ti4C2S2を有効に分散させることが可能な組成範囲を

明らかにした。この成果に基づいて、企業と共同で鉛

フリー低 Cr 快削耐食鋼を実用化した。また、Fe-S 
基熱力学データベースの整備を行い著作権として登録

を行った。さらに、Fe-Ga-Ni 系および Fe-Al-Ni 系

で新たに強磁性形状記憶合金となる組成領域を明らか

にした。また、Co-Ni-Al 系強磁性形状記憶合金につ

いては、薄板化に適した熱処理条件を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

多機能材料技術研究グループ 

（Multifunctional Materials Technology Group） 
研究グループ長：野中 一洋 

（九州センター） 

概 要： 

 応力発光体に関しては、欠陥制御型 SrAl2O4：Eu
が も高い応力発光輝度を示し、その輝度は結晶構造

に大きく依存することがわかった。そこで、結晶相制

御を精密に行うために、新規なマイクロ噴霧熱分解合

成法を開発し、結晶相制御できる球状粒子の合成に初

めて成功した。合成条件を制御することにより、

SrAl2O4のα相、β相、および二相の任意の混合層が

合成できた。さらに、発光中心（Eu）の原子位置に

着目したとき、結晶場の点群対称性の も低いα-

SrAl2O4系材料のみが強い応力発光機能を示すことが

わかった。 

 圧電薄膜に関しては、エンジン燃焼圧センサへの実

用化を目指して、基板温度、窒素濃度、及びスパッタ

リング圧力等の作製条件の 適化により、半導体プロ

セス用の特定の単層電極上にクラックの無い高品質の

薄膜作製に成功した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

無機・有機複合化材料技術研究グループ 

（Inorganic-Organic Hybrid Materials Group） 
研究グループ長：野間 弘昭 

（九州センター） 

概 要： 

 本グループでは、無機材料と有機材料が、ナノメー

トルレベルで複合化した無機・有機ハイブリッド材料

の開発を目指し、無機・有機界面制御技術、ハイブリ

ッド化技術の開発、およびハイブリッド特性の解析を

行ってきた。本年度は、ホスホニウム塩系相溶化剤と

膨潤性マイカ（ME）からなる層間化合物と、PET
（ポリエチレンテレフタレート）のモノマーとの混合

方法、及び ME の前処理法の改良を試み、曲げ弾性

率が PET の2倍を超えるものを再現性良く合成でき

ることを見出した。また溶融重合法によりポリアミド

11中に ME を完全に剥離して分散させることに成功
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した。さらに、安定な光機能を有する分子会合体の開

発を目指し、末端基としてシアノ基あるいはニトロ基

を有する、サリチリデンアニリン誘導体を合成し、光

機能特性の検討を進めた。 

 今年度から機能性炭素系複合材料の開発をテーマに

加え、炭素系ナノ材料である気相成長炭素繊維

（VGCF）とピッチ系炭素短繊維をフィラーとする高

熱伝導性炭素系複合材料の開発を行い、熱伝導率が

200W/m/K 近くに改善された。また、新規な炭酸ガ

ス吸収剤の開発を目指して、有機酸アルカリ塩を不活

性雰囲気中600℃以上で熱分解することで、炭素と無

機アルカリ塩とのナノ複合体を作成した。 

 

天然素材複合化技術研究グループ 

（Natural Substance-Composed Materials Group） 
研究グループ長：安部 英一 

（九州センター） 

概 要： 

 天然素材である生物系資源は、有機廃棄物を含めて

再生可能資源であり、利用に伴う炭酸ガスの増加がな

いので、地球環境保全のため、その利用技術の開発が

期待されている。本研究グループでは、農産廃棄物や

都市ゴミの分解・成分抽出による有用物質生産技術と

成分利用技術の開発、および天然素材による分子認識

利用技術の開発を目指す。 

 具体的には、１）天然有機資源の処理および利用技

術の開発：有機廃棄物より石油製品である BTX を製

造するのに適する有機廃棄物の水可溶化法を確立する

ために、有機廃棄物用加圧熱水処理装置を用いて、有

機資源である消化汚泥の水可溶化挙動および有機酸生

成挙動におよぼす過酸化水素水添加量、処理温度、処

理時間等の影響を検討し、過酸化水素水の添加効果を

調べる。また、回分式処理装置を用いて、厨芥のモデ

ル物質としてドッグフードを対象に、タンパク質・脂

質・デンプン質等の混合系有機廃棄物の水可溶化特性

について検討を行う。さらに、熱水流通式処理装置を

用いて、キノコを主な対象として天然有機資源中の細

胞内含有成分の抽出と有用成分の探索、およびヘミセ

ルロースを主な対象として乳酸発酵に適した糖製造条

件の検討を行う。２）天然素材による分子認識利用技

術の開発：分子認識を利用した多機能集積型生体適合

材料に対して、その特性を高精度に評価するため、生

体適合作用状況の蛍光プローブによる 適可視化法を

検討すると共に、そのイメージングを行う。 

 

予測診断技術研究グループ 

（Prediction Diagnosis Group） 
研究グループ長：横川 清志（兼任） 

（中国センター） 

概 要： 

 素材や構造体の表面、内部に発生する亀裂や組織異

常を早期に検知して破壊を未然に防止したり、内部状

態をモニタリングするには、素材・構造体の健全性の

予測診断技術の開発が不可欠である。当グループは、

長寿命・高信頼性基礎素材の開発に資するため､素材

の内部構造の非破壊方式予測診断技術の研究、ならび

に過酷な環境下で使用される構造部材に高い信頼性と

長寿命を付与するための高信頼性表面処理技術の研究

を行い、超音波、画像等による検出技術とウェーブレ

ット解析等の知的解析診断技術を用いた素材・構造体

の健全性の予測診断技術の確立を目指すことを研究の

目的とする。 

 モバイル情報通信機器用フェライト薄型化技術開発

では、GHz 帯周波数のモバイル情報通信機器にアイ

ソレータ、サーキュレータとして利用される、硬磁性

材料であるマグネトプラムバイト型フェライトのエピ

タキシャル薄膜の作製技術の開発を行っている。 

 革新的“界面制御鋳ぐるみ”プロセスによる掘削用

新規超硬ビットの実用化研究開発では、超硬チップを

透過した超音波の伝搬時間および波形の歪みを解析す

ることにより、刃先を高靱性化した超硬チップの強度

に影響を及ぼす WC 粒子の粒径を非破壊評価する方

法を提案し、WC 粒径を推定した結果、20%以下の測

定誤差で定量的に測定できることを明らかにした。 

 高信頼性表面処理技術の研究では、二酸化炭素、メ

タンと金属から反応性スパッタリング法により作製し

た金属オキシカーバイド皮膜について、基板密着性の

評価を行い、皮膜に剪断力を加え、皮膜剥離を生ずる

際の剪断応力の測定により、定量的に密着力を評価す

る方法を確立した。また、反応性スパッタリング法に

よるモリブデンオキシカーバイドのエピタキシャル膜

の作製を行うとともに、新規の金属オキシカーバイド

として、立方晶（格子定数0.452nm）のニオブオキシ

カーバイド皮膜を合成した。 

 

環境浄化複合材料研究グループ 

（Clarification Composite Materials Group） 
研究グループ長：木村 邦夫 

（九州センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、環境浄化に有用な新規な複合

材料の創製技術確立を目指し、将来的にはより高次の

機能を付加・集積した複合材料を開発することを目的

としている。酸化チタン被覆微細中空ガラス球による

海苔加工海水の浄化実験で、処理量の増加が困難なこ

とが明らかになった。そこで、磁器質の3次元微細セ

ル構造光触媒フィルターを開発し、 も有効に利用可

能なリアクターの構造について検討し、海苔加工用海

水の浄化・再生に適した装置の設計指針を得た。 

 また、ケイ酸質粒子と石灰を原料とし、ケイ酸質粒
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子表層の多孔質膜化を検討した結果、ケイ酸質粒子と

石灰の CaO/SiO2モル比を変えることにより、多孔質

膜の厚さを自由に制御でき、多孔質膜を繊維状又は板

状化することで、加熱しても亀裂や剥離が発生しない

ことが判明した。この研究の過程で、これまでになか

った多孔質シリカナノシ－トが得られ、今後用途開発

を検討する。また、精密濾過用シリカ多孔体の検討に

おいては、副生非晶質シリカを原料とし、アルカリを

添加することで粒径10μm 程度のシリカ多孔体が得

られた。このシリカ多孔体は濾液の清澄性やビールの

澱の原因となるタンパク質の吸着能が極めて高く、現

在共同研究で企業化の検討を行っている。 

 
セラミックス系複合材料研究グループ 

（Ceramic Matrix Composites Group） 
研究グループ長：谷 英治 

（九州センター） 

概 要： 

 マトリックス部の組織を均一化するために、カーボ

ンペーパー部にフェノール樹脂、Si 粉末、更に SiC
粉末を添加することにより、組織は均一になった。し

かし、炭素源のフェノール樹脂、シリコン粉末、SiC
粉末の量を、変化させても密度、破壊挙動に顕著な差

は認められなかった。 

 接合は、炭素化後に接合面を接着させて2段反応焼

結を行い、Si の溶融含浸時に接合も同時に行う方法

が有効であることが分かった。 

 2段反応焼結法で得られた3次元 Si/SiC 多孔質材は、

著しく開気孔率が高く、光触媒担体として非常に有望

であることが分かった。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］軽量金属材料プロセスに関する研究 

［研究代表者］三輪 謙治(基礎素材研究部門総括研究

員) 

［研究担当者］三輪 謙治、朝比奈 正、斎藤 尚文、 

今井 恒道、重松 一典、鈴木 一孝、 

安江 和夫、阪口 康司、田村 卓也、 

加藤 清隆、園田 勉、渡津 章、 

山田 康雄、下島 康嗣、千野 靖正、 

細川 裕之、松本 章宏、西尾 敏幸、 

尾崎 公洋、橋本 等、阿部 利彦、 

及川 勝成、多田 周二 

（職員23名、他26名） 

［研 究 内 容］ 

 材料産業の国際競争力強化と循環型低環境負荷社会の

実現の達成を目的に、実用省成分軽量合金を対象にマイ

クロエクスプロ－ジョンプロセスとセミソリッドプロセ

スを統合し、市販鋳造材より結晶粒径が1/10以下で50%
以上高い強度を持つ鋳造加工プロセス技術を開発する。

また、地球温暖化の抑制と持続的な経済成長を両立させ

るため、自動車軽量化のためのアルミニウム合金高度加

工・形成技術開発の一環として、高性能ポーラスアルミ

ニウム材料を開発する。 

 平成15年度は、１）脆性材料である鋳造用アルミニウ

ム合金 AC8A に回転式 ECAP 加工を施し、加工前の約

10倍に破壊靱性値を向上させた。また、加工途中で加工

温度を変化させることは破壊靱性の改善に有効であるこ

とを見出した。２）異周速圧延によって、Mg-Li 合金

に対し、より優れた高速超塑性特性を付与できた。３）

電磁振動力を利用した組織微細化技術(マイクロエクス

プロ－ジョンプロセス)の適用により、純金属の組織微

細化に成功した。電磁振動プロセスの適用による金属ガ

ラスの創製に、Mg-Y-Cu 合金において世界で初めて成

功した。４）鋳造法で作製した Mg-Y-Zn 合金において、

6周期構造を世界で初めて確認すると共に、Mg-Y と

Mg-Y-Zn からなる2相合金であることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］軽量金属、マグネシウム、アルミニウム 

 

［テーマ題目２］固体プロセスによる金属材料のリサイ

クル技術 

［研究代表者］鳥山 素弘（基礎素材研究部門長） 

［研究担当者］鳥山 素弘、山田 康雄、下島 康嗣、 

千野 靖正、細川 裕之、斎藤 尚文、 

今井 恒道、重松 一典、鈴木 一孝、 

池山 雅美、斎藤 和雄、増田 晴穂 

（職員12名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 軽量金属の再利用を促進するためには、これまでの溶

解を用いたカスケード型のリサイクルプロセスに対して、

もっと低エネルギーでリサイクルを行うことのできる新

しいプロセスの開発が必要である。本研究では、軽量金

属を固体プロセスにより再利用できるようにし、しかも

リサイクル材の強度をバージン（鋳放し）材の1.5倍以

上（300Mpa）に高めるリサイクル技術を開発する。 

 平成15年度は、１）昨年開発したマグネシウム合金ス

クラップの固化プロセス技術を5083アルミニウム合金ス

クラップ（切削粉）等に適用し、通常の押出材と同様の

微細結晶粒組織が得られることを明らかにした。２）固

化プロセスで作製された6061アルミニウム合金リサイク

ル材の摩擦撹拌接合技術の開発を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マグネシウム合金、アルミニウム合金、

リサイクル 

 

［テーマ題目３］耐環境材料に関する研究 

［研究代表者］坂本 満（基礎素材研究部門金属系複合

材料研究グループ長） 

［研究担当者］坂本 満、菖蒲 一久、佐藤 富雄、 
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上野 英俊、山崎 淳一、熊谷 年男、 

田原 竜夫、谷 英治、岸 和司、 

前田 英司、小川一太郎、南條 弘、 

米谷 道夫、石川 育夫、横川 清志、 

黒田 正範、福山 誠司、安 白、 

池山 雅美、斎藤 和雄、増田 晴穂、 

崔 埈豪（職員22名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、複合化によってナノからミクロレベルで

材料の組織・構造や表面・界面を制御することで耐食性

や耐摩耗性等の諸機能を高度化し、材料の信頼性や耐用

寿命を高める複合材料製造プロセスと高機能コーティン

グ技術、及びその特性評価技術を開発することを目標と

する。具体的には、この分野での 高レベルの性能とし

ての500℃以上での耐食性、800℃以上での耐熱・耐摩耗

性に優れた耐環境性材料及び耐環境性コーティング・低

摩擦摩耗材料の開発、開発材料の評価技術の開発を行う

ことを目標とする。 

 複相組織制御材料については、Fe-Cr-Ni-Mo-C 系材

料を基にして高温耐食性に優れた材料設計及び複相組織

制御を行い、これまでの同系の新規開発材料の Cr と C、

Mo 量を 適に制御した高性能の複相材料を開発した。

高温耐食性材料については、現行材料に比べて格段にコ

ストパフォーマンスに優れた材料開発が順調に進捗し、

その実用化に向かって着実に実証研究が進展している。

SiC／SiC 系繊維強化複合材料では、SiC 粉末混合によ

りマトリックス組織を均一化し、強度特性を改善した。

軽量耐熱多孔質 SiC 系セラミックスについて技術開示

契約を結び、実用化研究を開始した。 

 高機能コーティング技術に関しては、組成制御による

コーティング材質の改質により、実用的観点からの技術

的進展が得られ、評価技術の面でも着実に進展している。

第1に、Mo(Si,Al)2系の耐酸化コーティング技術を開発

する目的で、Mo(Si,Al)2単相、Mo(Si,Al)2/HfB2なら

びに Mo(Si,Al)2TaB2複相材料、Nb 基 in-situ 複相材料

の熱膨張特性と機械的特性を精査して、熱膨張係数や弾

性定数等を求め、 適なコーティング組成を決定した。

また、このコーティング層と Nb 基複相材料界面の高温

での安定性を調査し、アルミナ中間層を導入することに

より、1300℃／100時間の等温酸化試験で実用レベルの

耐酸化性を確認した。 

 第2に、DLC 被膜形成技術については、DLC 膜中に

Si を導入することにより摩擦摩耗特性を改善し、膜の

密着性を高め、膜の内部応力を緩和することができ、機

能性の改善と実用性を大幅に高めることができた。また、

DLC のこれまでの DLC 製造プロセスに高電圧負パル

ス印加や窒素イオン注入との併用により DLC 膜に導電

性を持たせることに成功した。これは、DLC 膜を種々

の電子・電気材料分野へ展開することを可能たらしめる

ものである。導電性 DLC 膜の開発は、機能材料の分野

へのより広範な応用を期待させるものであり、技術的に

大きな進展である。 

 純鉄表面の原子レベルの平坦テラス幅を従来の2nm
から5nm へと格段に広くすることに成功し、その不導

体化による高耐食性コーティング形成という独創的技術

の50%までを達成した。評価技術については、70Mpa
水素環境材料試験機を開発し、高圧水素貯蔵容器候補材

料の機械的性質に関する水素脆化評価を実施し、データ

ベース化した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］SiC 系セラミックス、耐酸化コーティン

グ、DLC 被膜、水素脆化 

 

［テーマ題目４］機能融合型基礎素材の開発 

［研究代表者］野中 一洋（基礎素材研究部門多機能材

料技術研究グループ） 

［研究担当者］野中 一洋、上野 直広、徐 超男、 

秋山 守人、西久保桂子、及川 勝成 

（職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 再資源化が容易な環境適合性基礎素材および多様な機

能を複合化させた機能融合型基礎素材は、持続可能な経

済社会発展の基盤である。本研究では、環境適合性基礎

素材として Pb、Ni などの有害物質を含まない快削鋼、

機能融合型基礎素材としてセンサ／アクチュエータの要

素部品である圧電体、応力発光体、および磁性体などの

センシング素材、磁気形状記憶合金の開発とデバイス化

を目指し、その基盤技術を確立することを目的としてい

る。 

 強磁性形状記憶合金に関しては、Ni-Fe-Ga 系および

Ni-Fe-Al 系で磁性形状記憶合金になる領域を確認した。

特に、Ni-Fe-Ga 系はキュリー温度、マルテンサイト変

態温度も高く実用化が期待できそうである。また、Fe-
S 基合金の熱力学データはデータベース化し、著作権の

登録を行った。また、そのデータベースを販売するため

のベンチャーの立ち上げを行った。耐食鋼については、

合金を作製し現在特性を評価中である。 

 圧電薄膜に関しては、エンジン燃焼圧センサへの実用

化を目指して、基板温度、窒素濃度、及びスパッタリン

グ圧力等の作製条件の 適化により、半導体プロセス用

の特定の単層電極上にクラックの無い高品質の薄膜作製

に成功した。 

 その薄膜のデバイス化については、シールド型燃焼圧

センサとしての基本構造設計を行った。薄膜素子を受圧

面直近に配置する構造が可能なため、単結晶材料を用い

る場合に比べて構造が単純で、周波数帯域を広く確保で

き、エンジンシリンダ内の燃焼現象を的確に捕捉できる

ものと考えられる。 

 応力発光体に関しては、欠陥制御型 SrAl2O4：Eu が

も高い応力発光輝度を示し、その輝度は結晶構造に大
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きく依存することがわかった。そこで、結晶相制御を精

密に行うために、新規なマイクロ噴霧熱分解合成法を開

発し、結晶相制御できる球状粒子の合成に初めて成功し

た。合成条件を制御することにより、SrAl2O4のα相、

β相、および二相の任意の混合層が合成できた。さらに、

発光中心（Eu）の原子位置に着目したとき、結晶場の

点群対称性の も低いα-SrAl2O4系材料のみが強い応力

発光機能を示すことがわかった。 

 本重点課題全体については、ベンチャー設立、新ラボ

提案にまとめられるように、個々の課題において達成さ

れた優れた成果は、新しい産業応用あるいは将来のセン

ター化の芽として着実に進展している。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］応力発光体、圧電体、Pb フリー快削鋼、

磁気形状記憶合金 

 

［テーマ題目５］省エネルギー材料技術に関する研究 

［研究代表者］吉村 和記（基礎素材研究部門環境応答

機能薄膜研究グループ長） 

［研究担当者］吉村 和記、武藤 八三、田澤 真人、 

金 平、楠森 毅、岡田 昌久、 

山田 保誠、金山 公三、小畑 良洋 

（職員9名、他16名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の材料に置き換えて使用するだけで、建物や乗り

物等の空調に係るエネルギーを大幅に削減することので

きる省エネルギー材料を開発する。具体的には、太陽光

の入射を制御する調光ガラスの研究、及び断熱性に優れ

た木製サッシをはじめとする木質材料の研究を行う。 

調光ガラスの研究としては、省エネルギー性能に優れた

調光ミラー及び高性能ヒートミラーの開発を行う。マグ

ネシウム・ニッケル系の調光ミラー薄膜の研究において

は、耐久性を向上し、500回程度までスイッチングでき

る材料を開発した。また、電気的にスイッチングを行う

ことのできるエレクトロクロミック調光ミラー素子を作

製することに成功した。高性能ヒートミラーの研究にお

いては、多層薄膜の構造の 適化を行うことで、太陽光

調光率を32%に、遠赤外領域の反射率を80%に向上する

ことに成功した。 

 木製サッシを普及させるためには、軟質で強度が低く、

それらのバラツキが大きいために利用範囲が限定されて

いるスギやヒノキなどを使用できるようにすることが重

要である。このような針葉樹材の材質改善を目的として、

圧密加工の検討を進めた。低価格の未利用間伐材を、ロ

ータリーレースによって3mm 以下の薄板（単板）に加

工し、これを素材として利用することによって加熱時間

短縮とコストを低減した。さらに、従来の180℃以下の

加工温度を100℃以上高くすることによって加工時間を

短縮した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］調光ミラー、ヒートミラー、木製サッシ、

圧密加工 

 

⑱【機械システム研究部門】 
（Institute of Mechanical Systems Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究部門長：永壽 伴章 

副研究部門長：佐々木信也 

総括研究員：服部 光郎、石川 雄一、加藤 孝久 

 

所在地：つくば東 

人 員：53（51）名 

経 費：897,819千円（458,898千円） 

 

概 要： 

 機械技術を中心とした製造技術は、機械技術それ自

身はもとより、IT、バイオなどをも含めた様々な分

野において開発された技術を、工業製品として社会に

提供するための必須の技術分野である。その意味から、

製造技術はあらゆる産業の根幹を成すものであり、我

が国産業技術の国際競争力の向上や、将来に渡る持続

可能な社会の実現にとって、極めて重要な技術である

と位置づけられる。当機械システム研究部門では、こ

の製造技術の中核を成す機械技術を対象として、先端

領域への挑戦・開拓と基盤技術の強化を目指した研究

開発を推進することをミッションとしている。 

 そして、このミッションを推進するために、内閣府

の総合科学技術会議において、わが国の製造技術分野

に対する国家的・社会的要請に応えるための重点領域

として提示された、 

  「製造技術革新による競争力強化」 

  「製造技術の新たな領域開拓」 

  「環境負荷 小化のための製造技術」 

を踏まえ、 

  「環境調和型製造技術」 

  「マイクロ・ナノファブリケーション技術」 

  「信頼性工学技術」 

を重点研究課題として取り上げている。さらに、これ

らの技術を横断するキーテクノロジーの方向性や、研

究開発の基本的アプローチとして「マイクロ化」を取

り上げ、工業製品の企画、設計、製造、運用、保守・

管理、再生、廃棄に至るまでの一貫したライフサイク

ルにおける機械システム技術という観点に立って、基

礎・基盤技術の研究開発や次世代のコア技術となる技

術シーズを発掘する萌芽的研究から、産業界との連携

等による応用・実用化研究、さらに産総研標準化ポリ

シーに基づいた標準化研究にまで至る幅広い研究開発

を行っている。 

 具体的には、上記の3つの重点研究課題に対応する
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代表的な研究として、 

・ 小限の資源やエネルギー投入によって、環境への

負荷低減化を可能とする生産システムや材料加工の

実現を目指したマイクロファクトリ技術、ネットシ

ェイプ加工技術 

・代表的なマイクロ・ナノファブリケーション技術で

ある MEMS（Micro Electro Mechanical Systems: 
微小電気機械システム）技術、その中でもとりわけ

大きな課題となっている異種材料の加工技術や低コ

スト化技術、さらにセラミックスの厚膜成形を可能

とするための革新的なコア技術であるエアロゾルデ

ポジション技術 

・機械機能の長期にわたる信頼性の確保・向上にとっ

て、とりわけ重要となる機械摺動部における摩擦・

摩耗現象の制御、潤滑や異常の予知・診断、さらに

は微視的視点からの現象の本質的解明と、その応用

などを目指した革新的トライボロジー技術 

 などに関する研究開発を実施している。 

 研究計画の立案に当たっては、産業界等からのニー

ズや、これまでの当部門の研究ポテンシャル等を踏ま

えながら、次世代製造技術創成のための長期的戦略の

構築という観点からの新たな提案を重要視している。 

 研究開発の実施に当たっては、当部門内の異なる研

究グループ、産総研内の他の研究ユニットはもとより、

産業界等の外部機関との間での密接な研究協力や連携

を図り、融合化による新しい技術分野の開拓や効率的

な研究開発の推進に努めている。 

 研究成果の発信、普及に関しては、学会への論文発

表という形での学術分野への発信にとどまることなく、

産業界等との直接的な連携による実用化を目指した活

動など、研究成果の具体的出口を明確に意識した発信

等を含め、多角的な展開を行うこととしている。 

 以上、当機械システム研究部門は、新規性や独創性

の高い工業製品の創出（プロダクトイノベーション）

研究とともに、工業製品のライフサイクル全体にわた

る一連のプロセスに関する新たな製造技術の開発（プ

ロセスイノベーション）を推進するという立場に立っ

て、社会ニーズに的確に応えるための産業界が今まさ

に必要としている技術開発から、未来を見据えた中長

期的な課題の解決に向けたリスクの高い基礎研究に至

るまでをバランスよく推進し、製造技術に関する新た

な概念や技術の提示、及びその実現を通して、国内外

における本格研究の中核的拠点化を目指している。 

 そして、これらの活動を通して、製造技術を中心と

する産業技術の躍進と、21世紀の世界が目指す持続可

能な社会の実現に対する貢献を果たしていきたいと考

えている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

１．天田金属加工機械技術振興財団 研究開発助成 

 「多軸プレスによる Mg 合金のネットシェイプ成

形技術の開発」 

 

２．地域新生コンソーシアム研究開発事業 

 「ミクロ・ナノ立体構造基板の多接触効果を用い

る低廉・高性能 Ni／MH 電池」 

 

３．地域新生コンソーシアム研究開発事業 

 「マイクロ圧縮成形システムによる細密樹脂部品

の新加工技術開発」 

 

４．経済産業省 地域中小企業支援型研究開発（共同

研究型） 

 「マイクロスライダの開発」 

 

５．経済産業省 地域中小企業支援型研究開発（技術

シーズ持込み評価型） 

 「環境対応型研削装置の実用化研究」 

 

６．経済産業省 製造技術高度情報化研究開発事業 

 「超精密型の加工・計測技術の研究開発」 

 

７．経済産業省 製造技術高度情報化研究開発事業 

 「デスクトップ型工作機械技術の研究開発」 

 

８．環境省 環境省科研費 

 「研磨スラッジ産業廃棄物の再資源化及び利用技

術に関する研究」 

 

９．文部科学省 科学研究費補助金 

 「光起電力効果の機能物性と光モータへの応用」 

 

10．文部科学省 科学研究費補助金 

 「アルミナ拡散防止中間層を含む作製容易なニオ

ブ基合金用耐酸化コーティングの開発」 

 

11．文部科学省 科学研究費補助金 

 「自己組織化ナノ潤滑膜を用いた摩擦制御に関す

る研究」 

 

12．文部科学省 科学研究費補助金 

 「永久磁石とスマート流体を用いた省電力型電磁

気軸受の開発と評価」 

 

13．文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1） 

 「単一分子機械・素子の動作確認と集積化」 

 

14．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

 「酸化物系単結晶セラミックス共晶複合材料の超

高温・高圧水蒸気環境下におけるクリープ変形の加
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速機構の解明」 

 

15．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

 「MEMS デバイスの耐環境・高信頼性集積化技

術」 

 

16．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

 「超高密度信号配線としてのナノワイヤーの特性

評価技術」 

 

17．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

 「AFM 機構を用いたナノメータスケール機械加

工システムの開発」 

 

18．NEDO エネルギー有効利用基盤技術先導研究

開発 

 「衝撃結合効果を利用した窯業プロセスのエネル

ギー合理化技術に関する研究開発」 

 

19．NEDO ナノテクノロジープログラム（ナノ加

工・計測技術） 

 「ナノレベル電子セラミックス材料低温成形・集

積化技術」 

 

発 表：誌上発表130（113）件、口頭発表298（102）件、 

その他 20件 

-------------------------------------------------------------------------- 
ファインファクトリ研究グループ 

（Fine Manufacturing Systems Group） 
研究グループ長：岡崎 祐一 

（つくば東） 

概 要： 

 機械製造現場における省スペース化・省エネルギ

化・低コスト化・迅速化・高速化・高精度化等の革新

をもたらすと期待される「マイクロファクトリ」の創

始者の主要なメンバとして、その産業界への普及を目

的とし、(1) 講演・執筆等を通じた思想の普及、(2) 

具体的機器開発とその評価を通じた可能性と方向性の

提示、(3) 民間企業や国際的活動集団との協同による

研究開発支援を進める。 

研究テーマ： 

 運営費交付金「精密加工と精密加工機械に関する研

究」 

 平成15年度は、研究開発による先導については、ユ

ニークな要素を多く含む種々の開発に取り組み、それ

ぞれ評価、システム開発、機構開発、要素開発と評価

および製品開発を行った。他セクターとの連携に関し

ては、委員会および研究会において主導的役割を果た

し、また個別企業との連携ではユニークな具体的機器

開発の推進に貢献した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］小型／精密工作機械、超精密／マイクロ

機械加工、精密機構、知的計測 

研究テーマ（外部資金、詳細別記）： 

３．地域新生コンソーシアム研究開発事業 

「マイクロ圧縮成形システムによる細密樹脂部品の

新加工技術開発」 

４．経済産業省 地域中小企業支援型研究開発（共同

研究型） 

「マイクロスライダの開発」 

７．経済産業省 製造技術高度情報化研究開発事業 

「デスクトップ型工作機械技術の研究開発」 

17．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

「AFM 機構を用いたナノメータスケール機械加工

システムの開発」 

 

プロセスメカニズム研究グループ 

（Advanced Process Technology Group） 
研究グループ長：明渡 純 

（つくば東） 

概 要： 

（研究の目的・目標） 

 次世代の超高速インクジェット装置や網膜投射型デ

ィスプレー、超高速光回路素子、高周波回路モジュー

ル、燃料電池等を実現するため、実用的ナノ材料プロ

セス技術として、非熱平衡過程を利用した高速成形／

コーティング／集積化技術を確立し、酸化物、窒化物

など非金属機能性材料を対象に500℃以下のプロセス

温度と10μm 以下の微細パターニング技術を実現し、

MEMS、NEMS デバイスなどの製造技術への展開を

図る。具体的には、エアロゾルデポジション法を中心

に、そのメカニズム解明と機能性材料の低温・複合・

集積化に取り組み、機能や省エネ性、デバイス製造コ

ストの観点から本プロセス技術の有効性を実証する。

H16年度末までの数値目標は、強誘電体材料、強磁性

材料でバルク値の特性を800℃以下、従来薄膜値を

500℃以下のプロセス温度で達成。高耐圧絶縁材料、

耐磨耗材料でバルク値を超える電気機械特性を室温プ

ロセスで達成。実証デバイスとして高速マイクロ光ス

キャナーを試作、動作速度33KHz、ミラー振角30°、

駆動電圧30V 以下を実現。さらに、同時期までに少な

くとも1つの用途で民間企業への技術移転を完了しデ

バイスの実用化を達成する。 

（H15年度計画） 

 新規プロセス開発では、超微粒子ビーム成膜法（エ

アロゾルデポジション法：AD 法）による高速低温セ

ラミックスコーティング、イオンビーム照射によるナ

ノレベルの表面改質技術の基礎的検討行う。このため

に、形成された膜や改質層の電気機械物性、微細構造

などを評価し、理論モデルの構築、各種プロセス向上
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の見通しを得る。このため計測評価技術では、微細加

工した材料、粉末素材の弾性率評価や欠陥評価実施す

ると共に音波伝搬のシミュレーターソフトを完成させ、

サブμm 前後の粉体材料の機械物性を評価できるプ

ローブ顕微鏡技術開発する。また、以上の結果に基づ

きデバイス開発の検討を進める。デバイス化の検証対

象としては、圧電デバイス（光スキャナーなど）、誘

電体デバイスの開発や燃料電池用材料の探索、半導体

装置応用を前提にプラズマ耐食性の本格的な検討を行

う。 

（H15年度成果） 

 メカニズム解明に関して、原料粒子特性評価手法と

して、世界初の1μm 粒径以下の微粒子単体での圧縮

破壊強度の測定に成功、微粒子の衝突破砕モデルの検

証をほぼ完了した。音波伝播のシミュレーションでは、

バルク波の励起シミュレーションと実験を行い、位相

速度走査法を用いる事により、異方性材料でもバルク

波の伝搬方向の制御が可能である事を示した。プロセ

ス向上の検討では、高速原子ビーム、レーザー、プラ

ズマ照射によるエネルギー援用効果の基礎的検討を完

了、その有効性を確認した。 

 また、以上のメカニズム検討を元に、圧電材料の

AD 法によるコーティングについて、850℃のプロセ

ス温度でバルク値を、約500℃で従来薄膜値を達成。

アルミナコーティングでは、世界で初めて常温プロセ

スにおいて、ビッカース硬度2000Hv、体積抵抗率1014

Ω・cm とほぼバルク値を達成した。また、衝撃バル

ク成形法において原料微粒子特性が膜物性に及ぼす影

響を明らかにし、数 GPa の非常に弱い衝撃圧力で

PZT 材料を常温固化できることを実証した。 

 デバイス開発については、先のアルミナコーティン

グの応用として、半導体製造装置でキーコンポーネン

トである静電チャックを取り上げ、従来製品の吸着・

応答特性を2倍以上向上することに成功、プラズマ耐

食性についても十分な性能を有することを確認した。

さらに、省エネ性についても検討を行い、全プロセス

行程で、約82%のエネルギー消費低減効果を実証した。

圧電応用デバイスとしては、Si マイクロマシニング

や微細プレス加工で製作した Si や金属構造上に AD
法で圧電厚膜を形成、20ｋHz 以上の共振周波数、振

れ角20°以上をもつ MEMS 光スキャナーデバイスや

超音波デバイスの試作に成功、これらの結果を元に金

属ベース MEMS、デスクトップ MEMS ファクトリ

等の新たなプロセス開発のコンセプトを提示した。さ

らに、同手法で超高速空間変調素子素子、高周波回路

モジュールの試作を行い基本的な動作を確認、また、

金属基板上にイオン導電性薄膜を形成、薄膜燃料電池

の試作に着手した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］イオン注入、エアロゾルデポジション、

コーティング、表面改質、超音波顕微鏡、

プローブ顕微鏡、マイクロアクチュエー

タ、強誘電体、超微粒子、MEMS、μ-

TAS、電子ビーム、セラミックス材料、

厚膜 

研究テーマ（外部資金、詳細別記）： 

18．NEDO エネルギー有効利用基盤技術先導研究

開発 

「衝撃結合効果を利用した窯業プロセスのエネルギ

ー合理化技術に関する研究開発」 

19．NEDO ナノテクノロジープログラム（ナノ加

工・計測技術）「ナノレベル電子セラミックス材料

低温成形・集積化技術」 

 

集積機械研究グループ 

（Integrated Solid-State Electro Mechanical 
 Instruments Group） 
研究グループ長：前田龍太郎 

（つくば東） 

概 要： 

（研究の目的・目標） 

 半導体微細加工技術や実装技術等を駆使し、限られ

た空間中に多機能の機械要素を集積した機械システム

を製造するための製造、パッケージ技術を開発する。 

 試作するシステムとしては PZT 材料を利用した光

スキャナーや高周波スイッチ、流体操作マイクロシス

テムを試作する。 

 光スキャナーの数値目標は、網膜投写型ディスプレ

ー等への応用を目指し機械式振れ角度15度、ミラー大

きさ500μm 角、共振周波数 X 軸20KHz 以上、Y 方

向60Hz とする。この数値はディスプレー用として現

在実用化されている他の手法（電磁型と静電型の組み

合わせ）に十分対抗できるスペックである。基礎技術

が確立されたので、本年度は画像表示へも適用を中心

に開発を行う。現在ピエゾを利用したマイクロアクチ

ュエータの研究機関としてはスイスローザンヌ工科大

学、米国ミネソタ大学、ペンシルバニア大学、旧オム

ロングループと同等の高いレベルにあり、特に厚膜領

域の PZT 膜作製ではトップレベルである。 

 高周波スイッチはスイッチング速度マイクロ秒オー

ダー、損失0.1dB 以下を達成した。また長期安定性

もオムロン等の国内メーカの揚げている10の9乗サイ

クルより一桁上を達成する。特に今後無線 LAN 等で

応用が期待される5～数10GHz 領域での応用を目指す。

この数値は世界的にもトップのミシガン大学のリベイ

ツ教授グループの数値を凌ぐ。 

 流体操作マイクロシステムでは汎用的な実装を意識

した流体継ぎ手の開発を行う。 高温度100℃、耐圧

10気圧を目指す。現在流体デバイスの実装を念頭にお

いた汎用的な流体継ぎ手の開発は世界的に例がなく、
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カリフォルニア工科大学等をはじめとする各研究機関

が散発的に開発を行っているのみである。この継ぎ手

の仕様は今後応用が展開されるマイクロリアクタ（東

大北森プロジェクト）等の3年後の目標スペックと遜

色のない値である。 

 上記のデバイス群の試作達成のためには、PZT 材

料の電気特性の向上、微細成形技術の精度向上・高ア

スペクト化、ガラス、シリコン材料の高精度加工、ポ

リマー材料の微細加工技術の確立が必要である。これ

らの要素技術の目標値も世界レベルのデータと遜色な

い。 

 製造技術の 近のトレンドはアイデアを、如何に迅

速に製品化に実現するかにかかっている（Bring me 
a product not an IP.）。本研究グループは学会での発

表はもちろんのこと、産業界からの新しい要求の実現

を も重要な課題とし、迅速な対応に努めている。 

（H15年度計画） 

 光スキャナーについては前年までの製造要素技術で

ある材料開発（圧電定数の向上、結晶化温度の低下、

内部応力の低減等）、X 軸方向について周波数および

ダイナミックモードでの振動角度の目標を達成し、映

像提示素子への応用を目指す。 

 高周波スイッチは設計および第2次試作を終え、基

礎データを取得するとともに、駆動電圧の大幅な縮小

と10年程度の長期信頼性確保のための材料開発を行う。 

 ナノインプリンティング等の金型マスター製造技術

および PMMA や PC 材料の成形技術確立後に引き続

き、ガラスを対象とした型技術を開発する。流体シス

テムでは、前年までの各コンポーネント開発に引き続

き、流体のレギュレータ、マイクロミキサー、手動バ

ルブのセラミックス化を行い耐熱性の向上を目指す。 

（H15年度進捗状況） 

 光スキャナーについては、前年までの製造要素技術

である材料開発（圧電定数の向上、結晶化温度の低下、

内部応力の低減等）、X 軸方向について周波数および

ダイナミックモードでの振動角度の目標を達成し、映

像提示素子への応用を開始し、光源開発とシステム化

を行った。高周波スイッチは2回目の試作を完了し、

特性を計測した。特に圧電と静電を組み合わせたアク

チュエータにより駆動電圧の大幅な縮小を達成した。 

 ナノインプリンティング等の金型マスター製造技術

および PMMA や PC 材料の成形技術確立後に引き続

き、ガラスを対象とした型技術を開発し、100nm ラ

インアンドスペースでアスペクト比が3以上のガラス

のナノ構造体の作成に成功した。流体システムでは、

前年までの各コンポーネント開発に引き続き、流体の

レギュレータ、マイクロミキサー、手動バルブのセラ

ミックス化を行い耐熱性の向上を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］バイオ MEMS、光 MEMS、MEMS パ

ッケ-ジング、マイクロ成形加工 

研究テーマ（外部資金、詳細別記）： 

２．地域新生コンソーシアム研究開発事業 

「ミクロ・ナノ立体構造基板の多接触効果を用いる

低廉・高性能 Ni/MH 電池」 

６．経済産業省 製造技術高度情報化研究開発事業 

「超精密型の加工・計測技術の研究開発」 

９．文部科学省 科学研究費補助金 

「光起電力効果の機能物性と光モータへの応用」 

15．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 

「MEMS デバイスの耐環境・高信頼性集積化技

術」 

 

循環型生産システム研究グループ 

（Environmentally Conscious Manufacturing System 
 Group） 
研究グループ長：服部 光郎 

（つくば東） 

概 要： 

（研究の目的・目標） 

 循環型社会の実現には環境負荷の小さい生産技術が

重要である。そこで製品設計の視点からは、製品ライ

フサイクルの 適化による環境負荷低減の実現のため

に、資源循環型製品及びその製品が提供するサービス

のあり方を提示する。また、製品製造プロセスの視点

からは省エネルギー化、低エミッション化のための要

素技術、システム化技術を推進する。特に今年度は、

中小企業支援を考慮した環境対応型新砥石の実用化研

究を推進する。 

（H15年度計画） 

(1) 低エミッション複合加工技術の研究 

 ①マイクロ複合加工機の加工精度の評価と要因解

明、同加工機の剛性や動特性と加工精度への影響評

価、加工機の 適構造、改良法の提案を行うととも

に、環境負荷評価項目を検討する。また、新規な複

合加工技術を提案し基礎実験を行う。②単結晶ダイ

ヤに総型形状を作り込む工具の開発を進め形状転写

性を確かめる。 

(2) 低エミッションシステム化技術（循環型生産技

術）の研究 

 ①排出量予測モデルの精度向上のための必要デー

タの検討、収集を行う。②エミッションフリーマニ

ュファクチャリングに関連するプロジェクトの立ち

上げを目指す。 

(3) 微細レーザ加工の研究 

 ①フェムト秒レーザによる加工影響層の表面観

察・分析評価を行う。セラミックスのレーザ加工プ

ロセスを残留応力、硬さなどの項目も加えて考察す

る。②セラミック微小金型によるガラス成形加工技

術について検討する。 
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（H15年度進捗状況） 

(1) 低エミッション複合加工技術 

 開発中の複合加工機につき H14年度までにヘッ

ドの取り付け誤差などを計測評価したが、H15年度

は種々の加工物に対してドリルやエンドミル等を用

いて加工を行った場合の動剛性、振動特性について

切削実験を行い、低剛性に起因するデスクトップ複

合加工機の精度低下について解析した。検討結果か

ら剛性を高めるための改良、及び低剛性小型工作機

械切削加工の可能性について考察した。 

 デスクトップ複合加工機の特徴を明示するための

新規複合加工技術を2件提案し、そのうちの1件につ

いて基礎実験を行い、実現可能なことを確認し、高

能率、高精度化のために必要なシステム構成を提示

した。H15年度より単結晶ダイヤに総型形状を作り

込む工具の開発を開始し形状転写を試みた。 

(2) 低エミッションシステム化技術 

 H14年度までに構築した排出量予測モデルの精度

向上のための必要データの検討、収集を行った。 

(3) 微細レーザ加工の研究 

 ナノ秒レーザおよびフェムト秒レーザ加工結果を

表面観察し、元素、残留応力、硬さ分布について比

較することで、セラミックスのレーザ加工現象を考

察した。H15年度は加工影響層の測定項目に残留応

力、硬さなどを加え、セラミックの材料除去プロセ

スについて考察した。また、加工用レーザの反射光

を用いた加工除去量測定法について、H15年度には

焦点距離の変更や反射光パターンの分析方法につい

て検討を行い、さらなる高精度化を目指した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マイクロ複合加工、低エミッション生産

システム、リサイクル設計 

研究テーマ（外部資金、詳細別記）： 

５．経済産業省 地域中小企業支援型研究開発（技術

シーズ持込み評価型） 

「環境対応型研削装置の実用化研究」 

 

循環型材料加工研究グループ 

（Net Shape Forming Group） 
研究グループ長：松崎 邦男 

（つくば東） 

概 要： 

（研究の目的・目標） 

 環境負荷低減と材料の高性能化を目的として、粉末

冶金法および塑性加工法の高度化による材料成形技術

の開発を行なう。環境負荷低減に有効な軽量材料であ

るマグネシウムおよびチタン材料に関して、粉末製造

法と固化成形法の検討により機械的特性および成形性

に優れ、さらに環境負荷低減を目指した素材製造法の

開発を行なう。また、難加工材であるマグネシウムお

よびチタンの加工法の開発を目指す。 

（H15年度計画） 

 Ti、Mg 合金等の粉末成形技術および塑性加工技術

について型技術も含めた開発を行い、形状付与と機能

付与を併せた低環境負荷型の成形プロセスの確立を目

指す。マグネシウム合金に関しては粉末法により耐熱

性を有する Mg 合金の開発を行なう。また、マグネシ

ウム板材の高性能化と環境負荷低減、コスト低減を目

指して溶湯直接圧延法によるマグネシウム板材の製造

法連続鋳造を開発するために、双ロールを用いた溶湯

の成形装置の開発を行う。Mg 合金の温間押出し加工

を実施し、静水圧、背圧、ひずみ速度などを変化させ、

加工温度の低減を目指す。粉体成形の自由度を拡大す

るためのプロセスの検討をおこない、低環境負荷型の

成形プロセスを確立する。特に、ラピッドマニュファ

クチャリング、発泡素材のような多様性のある形態の

素材技術、鍛造における環境負荷の低減化、などを目

指す。グラファイト及びナノダイヤモンドをインプラ

ンテーションした金型、ナノダイヤモンドを添加した

潤滑剤を開発し、それらを用いて成形潤滑試験を行う。 

（H15年度進捗状況） 

 耐熱性をたかめるために希土類および Si を含む合

金の溶解を可能とし、その粉末を作成することができ

た。また、SiC を分散した Mg 合金を粉末プロセスに

より作製することにより耐熱特性を改善した。さらに

その成形性を調べた結果、250℃で60%の加工が可能

であることを明らかにした。このことは耐熱マグネシ

ウム合金など多くのマグネシウム合金でも粉末法で作

製することによりに種々の形状への成形が可能である

ことを示しており、応用の可能性が広がると考えられ

る。マグネシウム合金板材を溶湯から直接成形するた

め溶湯圧延機の開発を行い、AZ61合金について、幅

50mm、厚さ3mm の板材を作製することができた。

Mg 合金 AZ61の温間側方押出し加工を行った結果、

押出し径が大きな素材ほど、低い温度で押出し加工が

出来ることを見出しており、素材の履歴により成形性

が異なることが分った。また、成形性は加工速度に依

存し、5mm/min にした場合、175℃で押出し加工で

も、割れのない4枝部品を成形でき、加工温度の低減

を行った。 

 ラピッドプロトタイプ成形ではチタン材料の積層造

形やグリーンマシーニングにより種々の形状への成形

を可能としており、医療分野への応用の可能性の検討

を行った。発泡素材に関する研究開発を中心にすえて

開発研究を行った結果、多様なプロセスの可能性を明

らかにし、気孔率98%、密度0.14の高気孔率発泡ステ

ンレスを作製することができ、実用化への展望を示し

た。 

 塑性加工の潤滑に関しては、噴射圧力1.0MPa で噴

射可能なナノ炭素材料高速噴射装置を作製し、冷間工
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具鋼への自己潤滑性コーティング層の創製が可能とな

った。また、ナノダイヤモンドを均質に分散させた水

系潤滑剤を開発した。リング圧縮試験により潤滑性能、

焼付き抑制効果について評価した結果、従来のコーテ

ィング処理、潤滑剤に比べ、潤滑特性は同程度である

が、室温から温間領域（200℃以下）での焼付き抑制

効果は大きく成形品の品質と寸法精度の向上が可能と

なっており、金型への応用によりドライ成形の可能性

を示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］塑性加工、粉末冶金、ネットシェイプ加

工 

研究テーマ（外部資金、詳細別記）： 

１．天田金属加工機械技術振興財団 研究開発助成 

「多軸プレスによる Mg 合金のネットシェイプ成形

技術の開発」 

８．環境省 環境省科研費「研磨スラッジ産業廃棄物

の再資源化及び利用技術に関する研究」 

 

循環型機械材料研究グループ 

（Ecology-Oriented Structural Material Group） 
研究グループ長：市川 洌 

（つくば東） 

概 要： 

（研究の目的・目標） 

 循環型社会の構築に寄与するために、低環境負荷機

械材料の材料設計・製造プロセス技術及び性能評価技

術の開発を通じて、これらの技術革新に必要な指針を

提供する。低環境負荷機械材料の実現を目指して、高

速超塑性加工、放電プラズマ焼結及び噴射成形プロセ

スの要素技術を確立するとともに、この3つのプロセ

ッシング技術によって製造された低環境負荷機械材料

を性能評価技術で材料評価し、標準化に資する。低環

境負荷機械材料の目標値は、強度：従来材の2倍以上、

靭性：従来材の1.5倍以上、耐食性：従来材の5倍以上、

超塑性成形性：従来法の10倍以上を、板厚1mm 以上

で達成する。このような低環境負荷機械材料は世界的

に見ても例がないので、各要素技術の研究は世界レベ

ルにある。 

（H15年度計画） 

 全体計画として、低環境負荷機械材料の実現を目指

し、高速超塑性加工、噴射成形プロセスの要素技術を

確立する。 

 次に各要素技術の平成15年度計画について述べる。 

(1) 高速超塑性加工用ステンレス鋼材の製造プロセス

の開発 

 高速超塑性を発現し、かつ、高強度であるナノ結

晶 SUS304の高速超塑性ガスバルジ成形用板材の試

作に向けて、製造工程を決定する。超塑性ガスバル

ジ成形によれば、複雑形状で一体のステンレス板成

型品（化学プラント内の部品など）を1成形工程で

製造可能となる。本年度は 終目標である直径

120mm の円板素材を製造するための加工熱処理工

程を決定する。 

(2) 噴射成形プロセス技術の開発 

 Mg 合金 AZ91D の噴射成形法の適用条件を、更

に具体化するとともに、結晶粒の異方性が強度およ

び高温延性に与える影響を把握することにより、家

電機器・情報機器、特にデジタルカメラ、PDA、

ノートパソコン、携帯電話、MD などの筐体への利

用を図る。 

（H15年度進捗状況） 

(1) 高速超塑性加工用ステンレス鋼材の製造プロセス

の開発 

 15年度までに冷間強加工→焼なましで達成してい

た SUS304結晶粒微細化加工熱処理のための加工部

分に従来法の冷間加工のみではなく温間加工と冷間

加工とを組み合わせた組織制御処理で得られたもの

が所定の伸び特性を示すことを確認した。 

(2) 噴射成形プロセス技術の開発 

 難加工材の代表である Mg 合金を加工するため、

試作した恒温圧延機を用い、これを Mg 合金、

AZ91D に適用し、その高温変形挙動を調べた。す

なわち、再結晶により微細化された AZ91D を再結

晶温度以下の種々の温度およびひずみ速度で引張り、

そのときの高温変形に要する活性化エネルギーを求

めた。その結果、124kJ･mol-1の値が得られ、この

値は Mg の自己粒内拡散に要する活性化エネルギー

にほぼ等しい。したがって、再結晶された AZ91D
の高温変形挙動は、Mg の自己粒内拡散に律速され

たものと考えられる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高強度、高機能、環境適合、高温材料 

 

トライボロジー研究グループ 

（Tribology Research Group） 
研究グループ長：安藤 泰久 

（つくば東） 

概 要： 

 ナノスケールから大型のシステムまで、トライボロ

ジー全般に係わる横断的かつ基礎・基盤的技術の向上

を図ることにより、我が国の産業競争力強化に貢献す

る。そのために、トライボロジーを境界領域における

新しい学問分野として位置付け、その体系化を目指す。

マイクロ／ナノトライボロジー、サステーナブルトラ

イボロジー、メンテナンストライボロジーを重点研究

課題として、他の研究ユニットと連携しつつ国内外の

研究機関や企業との共同研究を積極的に展開し、 先

端の技術情報拠点となるべくグループ内研究者個々人

の研究ポテンシャルを高めるとともに、産業界の根幹
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技術であるトライボロジー技術の向上と普及に努める。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

（外部資金、詳細別記）： 

10．文部科学省 科学研究費補助金 「アルミナ拡散

防止中間層を含む作製容易なニオブ基合金用耐酸化

コーティングの開発」 

12．文部科学省 科学研究費補助金 「永久磁石とス

マート流体を用いた省電力型電磁気軸受の開発と評

価」 

13．文部科学省 若手任期付研究員支援（継続1） 

「単一分子機械・素子の動作確認と集積化」 

16．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金 「超

高密度信号配線としてのナノワイヤーの特性評価技

術」 

 

先進材料・構造健全性研究グループ 

（Advanced Materials & Structural Integrity 
 Research Group） 
研究グループ長：平野 一美 

（つくば東） 

概 要： 

 先進材料・構造システムの 適構造設計および破壊

防止設計指針を策定するために、マクロ・ミクロな観

点から変形、破壊メカニズムの解明を通した損傷許容

性評価研究を行うとともに、統合化モデリングとシミ

ュレーション手法を援用することにより、長期耐久性

評価や寿命・余寿命予測に関する研究開発を実施する。

また、機能検証から信頼性確保が実用化のキーとなり

つつある MEMS の信頼性向上を図るための研究開発

を実施する。さらに、材料データベースのみならず製

造プロセス・設計データベースを包含したシステムデ

ータベースの構築を図り、先進材料関連知的基盤の整

備を促進させる。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５ 

（外部資金、詳細別記）： 

14．NEDO 産業技術研究助成事業費助成金「酸化

物系単結晶セラミックス共晶複合材料の超高温・高

圧水蒸気環境下におけるクリープ変形の加速機構の

解明」 

 

複雑現象工学研究グループ 

（Applied Complexity Engineering Group） 
研究グループ長：市川 直樹 

（つくば東） 

概 要： 

 要素還元的な手法では現象の解明・予測などが困難

となる、複雑で大規模な非線形システムに対して、現

象解明および診断・予測予知を高精度に実現するため、

全体パターン・多様性・フラクタル・カオスと言う複

雑系的な視点を機械工学に導入し、要素還元にとらわ

れない新しいパラダイムを工学の分野に拓くことを目

標とする。複雑系の研究はこれまで経済学・脳科学な

どを対象にされてきたが、機械工学に応用するという

こうした試みは世界的にも例がない。 

 この中期における具体的な目標としては、グループ

や研究所内外の研究者との交流・議論を通して、こう

した概念・手法を具現化できるようなプロジェクトの

提案を行うこととする。各自の研究を複雑系的な観点

から、ソフト・ハード両面に対して捉え直し、その可

能性を探る。時空間パターン計測技術の開発として、

配管内あるいは多孔質内の混相流の界面断面形状など

のパターンを観察可能にする X 線 CT 装置等の開発

を行う。 

（H15年度計画） 

 H15年度は、H14年度に引き続き、各自がこれまで

手がけてきた研究テーマを、全体パターン・多様性・

フラクタル・カオスと言う複雑系的な観点から、ソフ

ト・ハード両面に対して捉え直すとともに、グループ

としての共通基盤となる研究シーズを見つけだす。 

１）パターン形成メカニズムの解明：外力などを受け、

多くの要素が相互作用する系における複雑挙動から

の階層的組織化・パターン化に至る過程の解明を目

指す。横風中での大量弾性ロッド群や二相流中の気

泡群の挙動などをモデルとした実験を行い、取得さ

れた時間的・空間的データの分析に取り組む。 

２）時空カオスの工学的応用：結合振動子系や流体な

ど非線形系に生じる時間的にも空間的にも複雑な現

象（時空カオス）の工学的応用を目指す。カオス、

進行波、孤立波、自励振動等の制御（安定化と切り

替え）により、熱や物体の高効率輸送を行うための

基礎データの取得と解析・制御法の検討を行う。特

に気液二相流の非線形統計解析を進め、断面のボイ

ド率の変化や差圧などの時系列データ解析手法を確

立させることに取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］［マイクロ／ナノトライボロジー］（運

営費交付金） 

［研究代表者］安藤 泰久（機械システム研究部門トラ

イボロジー研究グループ） 

［研究担当者］石田 敬雄、藤澤 悟、三宅 晃司、 

是永 敦（職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 自己組織化膜（SAM）のナノトライボロジーへの応

用に関して、機能性分子を表面に配列・固定化するため

の技術として、アルキル置換ポルフィリン・フタロシア

ニン誘導体を用いた分子テンプレートの開発を行った。

その結果、置換基の長さを変えることにより、自己組織

化膜の配列構造および安定性を制御できることを示した。
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さらに、これら誘導体分子を潤滑剤等のモデル分子とし

て AFM による摩擦試験を行った。その結果、摩擦力と

分子の吸着構造との相関関係があることが示された。ま

た、自己組織化多層膜を用いて自己組織化単分子膜で得

られていた摩擦係数0.2を0.1以下に低減することに成功

した。 

 マイクロ／ナノ表面制御・計測技術に関して、サブμ

m サイズの曲率半径を有する突起を集束イオンビーム

加工により作製し、その突起上の摩擦力および引き離し

力を AFM により測定した。測定を大気中から真空中で

行うことにより、マイクロ荷重下の摩擦力及ぼす凝縮水

の影響を明らかにすることを試みた。その結果、10-

5Pa 程度の真空中では、大気中比較して摩擦力、引き離

し力ともに僅かながら減少することなどが明らかになっ

た。また、ナノ領域における各種材料の機械的特性評価

技術を確立するために、AFM を用いたナノインデンテ

ーション計測について検討し、さらにナノインデンテー

ション、及びレーザー誘起弾性波測定との比較から、そ

れぞれの手法の長所および短所を洗い出した。その結果、

汎用の原子間力顕微鏡（AFM）を用いてナノインデン

テーション測定するためのデータ処理法を開発し、汎用

の AFM による機械的特性評価が可能になることを示し

た。更に本手法により、特に従来のナノインデンテーシ

ョン装置では測定が困難であったポリマーなどの軟らか

い薄膜材料の機械的特性評価が可能になる。この手法は、

汎用の AFM を用いた測定が可能であるので、無機材料

だけでなく、有機材料や半導体、MEMS などの極微小

構造体の機械的特性評価にも適用可能で、広範に普及し

ていくものと考えている。 

 機能性流体の機械要素への応用に関して、液晶で潤滑

したジャーナル軸受の静特性について、回転軸と軸受を

電極として軸受全周に電圧を印加したときの軸心位置・

摩擦トルク・圧力分布を測定し、液晶の流体潤滑特性お

よび軸心位置の制御性を実験的に明らかにした。工業用

潤滑油で潤滑した従来のジャーナル軸受特性と比較する

ことによって、液晶潤滑ジャーナル軸受では同じ負荷容

量を 大40%程度低い摩擦トルクで得られること、軸心

軌跡が異なることなどを明らかにし、その原因が局所的

粘度増加によるものであることを示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、低摩擦、凝縮水、分子テン

プレート、インデンテーション、AFM、

電気粘性流体、ジャーナル軸受 

 

［テーマ題目２］［サステーナブルトライボロジー］（運

営費交付金） 

［研究代表者］日比 裕子（機械システム研究部門トラ

イボロジー研究グループ） 

［研究担当者］村上 敬、間野 大樹 

（職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 溶射法によるシリンダライナー用トライボマテリアル

の開発に関して、これまでに開発したアルミ合金ベース

材料の摺動用材料について、その耐摩耗メカニズムの解

明を進めるとともに、広く他用途への展開を図ることを

目的として基本特性のデータベース化を推進している。

開発した10種類の溶射材料に加え他の20種類の摺動用材

料について、トライボロジー特性、ミクロ組織・組成、

機械的特性のデータ取得を完了した。 

 SPS 法によるチタン系複合材料の開発に関して、温

室効果ガスの排出を抑制・削減するため、二酸化炭素を

排出しない水で作動・潤滑するためのシステムの開発を

行っている。水中での耐食性の高いチタン基複合材料を

水で潤滑した場合、水中に10-4mol/l から10-1mol/l の濃

度に相当するアルコキシシランを添加することにより、

摩耗が1/2から1/600に低減することを見出した。 

 高温強度に優れる Al2O3に固体潤滑剤 BaCrO4を添加

した複合材料は高温での摩擦特性が期待できるが、相対

密度が低く耐摩耗性に問題がある。従って SPS、LPPS
法による高温用複合材料の開発に関しては、当該複合材

料に各種焼結助剤を添加し、耐摩耗性の改善を試みた。

また昨年度1400℃まで優れた耐酸化性の示すことが明ら

かになったニオブ基合金用耐酸化コーティングについて、

減圧プラズマ溶射（LPPS）法で作製できるか試みた。

Al2O3-50mass% BaCrO4に SiO2、Ag 等を添加した複合

材料を放電プラズマ焼結により作製し、高温摩擦・摩耗

特性の評価を行った。また LPPS 法+パックセメンテー

ション法を用いて Mo-Si-B 系コーティングがニオブ基

合金上に形成できるか試みた。その結果、Al2O3-

50wt%BaCrO4複合材料に焼結助剤として5wt%SiO2を

添加することにより、摩耗量を約1/10に減らすことがで

きた。また目的で述べたニオブ基合金用コーティングを

LPPS 法＋パックセメンテーション法でも作製できるこ

とを明らかにした。 

 トライボロジー特性データベースの構築のために、標

準試験機（SRV 型振動摩擦摩耗試験機）のラウンドロ

ビン試験を主導した。試験には国内4企業と産総研が参

加し、ASTM や DIN に規定される潤滑剤と摺動材料の

評価試験を行った。その結果、試験対象の潤滑剤と摺動

材料が安定した摩擦挙動を示す場合、解析パラメータの

選定や試験機の状態など、通常注意されることの少ない

影響因子による差違が無視できなくなることが明らかに

なった。標準試験機の使用にあたっては本質的なばらつ

き以外の影響因子を極力排しながら計測の妥当性や再現

性を総合的に検討する必要があり、ラウンドロビン試験

などの横断的な取り組みが計測データの信頼性向上に有

効であることを示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］水潤滑、チタン基複合材料、放電プラズ

マ焼結法、減圧プラズマ溶射法、摩擦摩
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耗試験、ラウンドロビン試験 

 

［テーマ題目３］超耐熱構造材料の長期耐久性評価に関

する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］原田 祥久（機械システム研究部門 先

進材料・構造健全性研究グループ） 

［研究担当者］原田 祥久、平野 一美（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 融液成長複合材料（MGC）について、超高温・高圧

水蒸気環境下におけるクリープ試験を実施し、その特性

を系統的に調べた。高圧水蒸気によるクリープ加速現象

の発現には水素・水蒸気等の拡散が大きく起因しており、

クリープ速度は水蒸気圧に依存した。また、昇温脱離ガ

ス分析法により水素・水蒸気のトラップ状態、脱離ガス

量の定量分析を行い、その劣化因子を同定した。さらに、

第一原理計算を用いて材料中での水素・水酸化物イオン

の構造エネルギー安定性を調べ、超高温・高圧水蒸気環

境下におけるそれらの拡散挙動を解析した。 

 エネルギー機器や輸送機等の模擬実環境（超高温～

1700℃・高圧水蒸気～10atm）下における耐久性試験が

実施可能な模擬実環境材料試験評価装置を世界に先駆け

て開発・整備し、これまでほとんど評価研究がなされて

いない極限環境下の破壊強度特性や長期耐久性データを

取得した。特に、クリープ変形に加速現象が生じること

を見出し、水素／酸素／水酸化物イオンの拡散挙動と転

位との相互作用から明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］融液成長複合材料、クリープ加速現象、

第一原理計算 

 

［テーマ題目４］MEMS の信頼性確保及び NEMS 実現

に向けた萌芽的研究（運営費交付金） 

［研究代表者］鈴木 隆之（機械システム研究部門 先

進材料・構造健全性研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 隆之、平野 一美 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ハイブリッド・ナノキャラクタリゼーションにより強

磁性形状記憶合金等の機能発現メカニズム、機能劣化メ

カニズムの解明に関する研究を継続した。また、シミュ

レーション手法を援用することにより、MEMS の信頼

性確保、耐久性向上のための設計指針の策定を図る。さ

らに、MEMS や NEMS の構成微小材料のメカニック

スに関する研究を継続した。 

 ハイブリッド・ナノキャラクタリゼーションにより強

磁性形状記憶合金 Fe-Pd の磁場印加と変態温度との関

係を明らかにした。また、磁場印加と変態ひずみの関係

を求め、そのメカニックスを明らかにした。さらに、シ

ミュレーション手法を援用し、磁気力顕微鏡測定におけ

る逆問題解析に着手しハイブリッド・ナノキャラクタリ

ゼーションの高度化を図った。 

 NEMS の実現のための新たなパラダイムの構築を試

み AFM、MFM 等をハイブリッドに用いる新たなナノ

キャラクタリゼーション手法を提案・開発し、強磁性形

状記憶合金の機能発現メカニズム、機能劣化メカニズム

の解明に有用であることを明らかにしている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］NEMS、強磁性形状記憶合金、ハイブ

リットナノキャラクタリゼーション 

 

［テーマ題目５］先進複合材料の知的基盤整備促進に関

する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］平野 一美（機械システム研究部門 先

進材料・構造健全性研究グループ） 

［研究担当者］平野 一美（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 樹脂系及び金属系複合材料を中心とした損傷許容性の

評価研究を継続し、先に開発・構築した ACMDS(Advanced 
Composite Materials Database System)をさらに充実

化させた。また、材料データベースのみならず製造プロ

セス、設計データベースを包含するシステムデータベー

スの構築・整備等について研究提言として取りまとめた。 

 先進材料・構造システムの研究開発課題を明らかにし

知的基盤の構築・整備に関する研究提言としてまとめら

れたことは今後の研究開発プログラム等の策定にも寄与

するものである。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］先進複合材料、知的基盤、システムデー

タベース 

 

［テーマ題目６］［複雑系の機械工学への応用に関する

研究］（運営費交付金） 

［研究代表者］市川 直樹、三澤 雅樹、鈴木 章夫、 

黒田 雅治、森川 善富 

［研 究 内 容］ 

ａ）非線形統計量による複雑流動の評価（民間受託） 

 二相流（液体と気体が入り交じった複雑な流れ）

の数値シミュレーション技術の検証を目標に、決定

論的ダイナミクスに基づく非線形統計量を用いた評

価システムを構築した。有効性について意見が分か

れていた、従来の差圧時系列の相関次元解析手法の

問題点を明らかにした。計測手法としては流れの局

所情報を直接測定する断面ボイド率測定を行い、解

析手法として有効性は主張されていたものの、実シ

ステムの解析には用いられてこなかった可変時間遅

れを用いた 適軌道再構成法と生体時系列の解析に

用いられていたポイント相関次元法を初めて二相流

解析に適用することにより、高い信頼性を持つ流れ

のダイナミクスの評価が可能となった。どのような

流動状態に対して手法が有効か、必要データ数の条
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件など適用の限界が明らかになりつつあり、さらな

る精度・信頼性の向上を図るとともに、空間情報を

も用いた非線形時空間データ解析への展開を試みて

いる。 

ｂ）高性能3次元 X 線 CT の開発 

 高性能三次元 CT の装置開発を共同研究先の会社

と進め、製品化を行っている。同手法は、従来の三

次元 CT では困難であった平面状のサンプルを高分

解能で可視化するもので、特に電子部品の検査等へ

の応用が期待できる。所内のプロトタイプ機を用い

て各種サンプルのデータ蓄積を行うとともに、効率

的データ収集法や高性能化に関する技術開発を継続

して行なっている。また、測定された複雑な3次元

構造のデータを用いて、強度計算や内部の空隙内の

流れなど、これまで計測不可能な分布情報を得るこ

とが可能なことを実証した。 

ｃ）多数ロッド群の一様流中における空間パターン挙

動に関する研究 

 非線形な相互干渉を伴う非常に多数の振動子集団

における時空パターン形成過程に関して、風洞を用

いた一様流中の弾性ロッド群の挙動を例に、実験的

研究を行っている。今年度は、現象のモデル化に関

して、個々の弾性ロッドの運動が平衡点と楕円軌道

との間の遷移で、この遷移の“雪崩”的な連鎖反応

が、全体のロッド群としての波動パターンを形成し

ていると仮定し、ロッド遷移の定式化を行った。一

方、時空パターンの制御実験に関しては、基礎デー

タの蓄積と平行して、全ロッドの振動を計測する新

たなデバイスの開発を行い、圧電素材や発光ダイオ

ードを組み合わせた計測制御法について試作および

検討を行った。 

ｄ）反応拡散素子による機能の発現 

 空間的に分布した膨大な数の素子の協調動作によ

り機能を発現する分散機械システムの開発を目指し

て研究を行っている。制御原理として反応拡散現象

を用い、興奮波の伝播を利用した知的搬送システム

を提案し、数値シミュレーションにより多数の入出

力ポートを持つ搬送・混合器の様々な動作を確認し

た。10素子一次元結合基板における興奮波の伝播を

確認し、25枚の基板（計250素子）を製作した。こ

の基板を用いた2次元結合実験装置の設計を行い、

現実の時空パターン発現と検証にむけて研究を進め

ている。 

ｅ）マイクロ流体へのカオス・フラクタルの応用 

 カオス・フラクタルなどの工学応用によりマイク

ロ流体での問題点のいくつかを解決できる可能性が

ある。今年度は実際にマイクロ流路内の流れ挙動に

関する解析と実験を行った。特に気体と液体が混在

し、毛細管力により吸い込まれていく現象に関して、

マイクロ流体で特徴的な矩形流路内での挙動につい

て調べた。無次元化解析によりこれまで明らかにさ

れていた円管内の動きと同じ理論式に従うことと、

理論と実験の比較から実効的な毛細管力、動的な接

触角を測定できることを明らかにした。また、カオ

ス的混合に関する文献調査などを引き続き行った。

壁面から圧力振動を加えることで、カオス的な引き

延ばし・折りたたみの２液の混合を行う手法がある

ことから、これらのマイクロ流体への適応可能性を

検討した。 

ｆ）生体系における自己組織化（協同現象） 

 機械系では一般に外力に対して固定的な応答を示

すのに対して、生体系では同じ外力でも多様な応答

性を示すことが知られており、この多様性は生体系

の種の存続に非常に重要である。この生体系の示す

多様性、複雑性に着目して、個体（生体）間相互作

用や刺激・反射（反応）に対する理論解析を中心と

した基礎的アプローチを行っている。今年度は、特

に乳幼児期の原始反射、非言語コミュニケーション

に着目することにより、従来言語に密接に結びつい

ていた“意識”の概念の再構築を試みた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］複雑系／カオス／フラクタルの応用・制

御、マイクロ・高速 X 線 CT、 マイク

ロ流体 

 

⑲【ナノテクノロジー研究部門】 
（Nanotechnology Research Institute） 

（存続期間：2001.4～） 

 

研究部門長：横山 浩 

副研究部門長：南 信次、阿部 修治 

総括研究員：徳本 洋志、松本 和彦 

 

所在地：つくば中央第2事業所、つくば中央第4事業所、 

    つくば中央第5事業所、つくば東事業所 

人 員：51（49）名 

経 費：1,277,895千円（662,650千円） 

 

概 要： 

(1) ミッション 

 ナノテクノロジー研究部門は、産業技術総合研究

所におけるナノテクノロジーの中心として、ナノメ

ートルスケールにおける物質研究の新たな手法やコ

ンセプトの開拓から、生体を含むナノ構造物質の持

つ諸現象の解明と応用、そしてそれらの産業技術へ

の展開までを幅広く先導することを使命とする。 

(2) 目標 

１．ナノテクノロジー研究部門は、産業技術総合

研究所におけるナノメートルスケール科学技術

研究開発の中核部門として、“原子分子精度の物



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(351) 

質・材料科学技術”、“ナノメートルスケールの

計測評価技術”、“ナノデバイス・システム技

術”の研究開発を総合的かつ先駆的に展開する。 

２．ナノテクノロジー分野におけるセンター・オ

ブ・エクセレンスの一つとなるべく、国内外の

産官学研究機関との研究連携を積極的に推進す

る。 

３．産業技術を指向したブレークスルーを探求し、

また、自らが起業家精神をもって、生み出した

技術シーズを柔軟かつ速やかに産業技術へと展

開する。 

(3) 研究の概要 

○ ナノテクノロジーのタイプと重点研究分野 

 ナノテクノロジーは対象と手法において広範であ

るが、研究開発の方向性と意義という観点から、概

ね次の3つのタイプに分けることができる。 

タイプⅠ 強化型ナノテク：既存の産業技術を

拡張・強化するナノテクノロジー 

キーワード：省エネルギー、省資

源・ゼロエミッション・リサイクル、

高スループット、オンデマンドマニ

ュファクチャリングなど 

タイプⅡ 創生型ナノテク：新たな科学技術分

野を創出するナノテクノロジー 

キーワード：分子素子、量子計算、

量子材料、バイオナノテク、自己組

織、ナノロボティクスなど 

タイプⅢ 手段型ナノテク：研究ツールのブレ

ークスルーを提供するナノテクノロ

ジー 

キーワード：ナノシミュレーション、

超微細加工、ナノ計測、コンビナト

リアル合成など 

 ナノテクノロジー研究部門は、おのおののタイプの

差異を鮮明に意識し、産業界、学界に大きなインパク

トを持つ独自性のある研究開発課題に研究資源の集約

を図ることで、メッセージ性と先導性のある研究開発

を推進することを旨とする。とくに、複数のタイプの

研究開発を、階層的に連携させ、相互強調を図ること

で、さらに大きな発展と循環的な研究開発サイクルの

構築を目指す。 

 重点研究分野および研究課題は、時に応じてダイナ

ミックかつ柔軟に変化していくべきもので、固定的に

与えられるものではない。ここではカテゴリカルに、

対応するタイプを付して例を挙げる。 

(1) 量子ナノ構造と量子機能材料・デバイス ·Ⅱ、Ⅰ 

(2) ナノ計測技術とナノサイエンス··········Ⅲ 

(3) ソフト複雑系ナノシステム··············Ⅱ、Ⅰ 

(4) ナノ物質の構造・機能理論・シミュレーション 

········································Ⅱ、Ⅲ 

(5) ナノマニュファクチャリング材料・技術・システ

ム ····································· Ⅰ、Ⅲ 

(6) ナノバイオ・メディカルテクノロジー ··· Ⅰ、Ⅱ 

 加えて、研究開発の機動化、高速化、低コスト化お

よび公的研究機関の役割の視点から 

(7) ナノテクノロジー基盤整備・社会貢献 

 を挙げる。 

 それぞれの研究開発カテゴリーの特徴に応じて、目

標設定、体制、資源配分、アプローチは異なる。ナノ

テクノロジーが、長期的な視点からは未だ揺籃期にあ

り、個々人のアイデアがドライビングフォースとなっ

て、根本的な革新がもたらされる領域であることを考

慮すると、自由闊達な試行錯誤の中から生まれる力強

い芽を見逃さずに、そこに内在する強みと発展への気

勢を間違わずに発揮さることが、現時点においては、

も重要な組織的役割であると考えられる。 

 ナノテクノロジーは分野横断的で、物性物理・デバ

イス技術からバイオ・医療までその範囲は広い。また、

基礎から応用への時間軸においても、短期的な応用が

期待されるディスプレイ技術やナノ粒子、医療デバイ

ス、計測技術などから、長期的に21世紀の産業革命を

もたらす、産業技術の根幹の変革まで、その視野は大

きく広がっている。 

 産業技術総合研究所が進めるナノテクノロジー研究

開発は、産業技術の開拓に焦点をあてつつ、ナノテク

ノロジー全般に長期的な平衡感覚をもったものでなく

てはならない。ナノテクノロジー研究部門では、ナノ

テクノロジーが生み出す産業技術の特徴として、省エ

ネルギー・省資源、高機能、低コストを設定し、基礎

から応用にわたって研究課題をシームレスに配置する

ことを目指している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

科学技術振興事業団「カーボンナノチューブの特性制御

と単一電子プローブの試作」（475千円） 

 

科学技術振興事業団「高分子の階層的自己組織化による

再生医療用ナノ構造材料の創製」（225千円） 

 

科学技術振興事業団「走査プローブ法を用いた超微細相

関デバイス作成」（125千円） 

 

科学技術振興事業団「分子性物質の開発と物性評価」 

（325千円） 

 

科学技術振興事業団「分子性物質の材料化」（105千円） 

 

科学技術振興事業団「ナノ評価技術開発」（325千円） 

 

科学技術振興事業団「高速・光ナノプローブの研究」 
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（227千円） 

 

社団法人日本アルミニウム協会「近接場光学顕微鏡を用

いた局所陽極酸化修飾による軽金属（Al、Ti、Mg 
etc.）表面の極微細加工と微小光学素子形成・評価への

応用」（500千円） 

 

経済産業省「染色体の構造と機能解明のためのナノデバ

イスに関する総合研究」（10,960千円） 

 

経済産業省「新しい情報処理プラットホームのためのア

クティブ原子配線網に関する研究」（45,828千円） 

 

経済産業省「界面メゾスコピック構造に関する研究」 

（125,245千円） 

 

経済産業省「ホウ素系新超伝導物質の材料化基盤研究」 

（6,390千円） 

 

経済産業省「カーボンナノチューブエレクトロニクスに

関する研究」（29,891千円） 

 

文部科学省「半導体・金属グラニュラー構造の非線形磁

気伝導現象の解明とデバイス応用」（5,600千円） 

 

文部科学省「分子の電気伝導の理論」（600千円） 

 

文部科学省「単一種分子から成る新規伝導体の開発と応

用」（15,034千円） 

 

文部科学省「ナノプロセシング・パートナーシップ・プ

ログラム」（157,093千円） 

 

新エネルギー・産業技術開発機構「ナノテクノロジープ

ログラム（ナノマテリアル・プロセス技術）ナノカーボ

ン応用製品創製プロジェクト」（22,987千円） 

 

新エネルギー・産業技術開発機構「ナノテクノロジープ

ログラム(ナノマテリアル・プロセス技術）ナノ機能合

成技術プロジェク（167,301千円） 

 

内部資金： 

内部グラント（新規）ナノテク、材料・製造技術分野

「極微小プラズモン光学素子の開発」（18,153千円） 

 

ハイテクものづくりプロジェクト（継続）「スーパーイ

ンクジェットによる環境適応型デバイス製造技術」 

（19,140千円） 

 

ハイテクものづくりプロジェクト（新規）「アクティブ

ターゲティング用新規 DDS ナノ粒子の作製」 

（23,987千円） 

 

Focus21プロジェクトに代表される大規模産学官連携集

中プロジェクト支援のための予算「ナノプロセシング・

パートナーシップ・プログラム」（217,392千円） 

 

発 表：誌上発表107（101）件、口頭発表327（115）件、 

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
ナノ構造物性理論グループ 

（Nanomaterials Theory Group） 
研究グループ長：阿部 修治 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 分子の磁性を電子的に制御する可能性について、昨

年度までに構築したモデルを拡張して、実験的に合成

されている芳香族系分子などに適用し、厳密対角化手

法により、長距離クーロン相互作用を有する多電子系

のスピン状態を計算した。特にドーピングや光励起に

よる変化を調べ、 近の実験事実を説明した。分子の

高感度センシングに関して、分子ワイヤなどのナノ構

造の電気伝導を第一原理計算や半経験分子軌道計算、

モデル理論を駆使して計算した。特に、標的分子の捕

捉による局所ポテンシャル変化が電気伝導に及ぼす影

響について一般的なモデル系での計算を行い、位置依

存性や電圧依存性などを明らかにした。また、ビピリ

ジン系の分子などについて第一原理計算法による電子

状態および電気伝導の計算を行い、標的分子が結合す

ることによる状態変化を明らかにした。高温超伝導体

のジョセフソン接合における巨視的量子トンネル効果

について理論的な解析を行い、通常の BCS 超伝導体

に比べて準粒子散逸（デコヒーレンス）の影響を小さ

く抑えることができることを示し、高温超伝導体位相

量子ビットの理論提案・解析を行った。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

近接場ナノ工学グループ 

（Near-Field Nano-Engineering Group） 
研究グループ長：時崎 高志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノメートルサイズのデバイスでは、デバイスの極

近傍にのみ存在する近接場が機能の本質を決定する。

本グループでは、分子、光、電子などの作る近接場を

制御して、新しい高機能デバイスの開発に結びつける

ことを目的とする。光、電子デバイスについては、ナ

ノ構造をトップダウンにより精密に作製する手段を確

立して、設計に合わせたナノ構造を作製する。さらに、

プローブ顕微鏡による評価技術を確立して、ナノ構造
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と機能との相関について評価を行う。以上のループに

よりナノ構造の機能性の本質を追究した。具体的結果

としては、半導体量子構造中のキャリア相関の局所評

価を行ったこと、新たな高効率光発光・受光デバイス

の開発を行ったことである。分子デバイスについては、

液晶分子の自己組織化（ボトムアップ）プロセスを起

源とする微細構造発現を中心としながら、その構造化

を人為的に制御するすることにより、新たなデバイス

化への検討を行った。具体的結果としては、光照射、

不純物導入、湿度勾配などによって分子場に局所的な

揺らぎを与え、液晶構造を制御したことである。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３ 

 

ナノクラスターグループ 

（Nanocluster Group） 
研究グループ長：菅原 孝一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノクラスターの性質は、構成する原子の種類、サ

イズ、形状などにより劇的に変化する。これらを制御

する手法を開発し、特異な性質を持つナノクラスター

を見いだし、ナノテクノロジー分野の研究開発に提供

することを目的とする。気相法により金属を主成分と

するナノクラスターを作成し、レーザー分光法、質量

分析法、透過型電子顕微鏡、X 線回折法等を用いてそ

の構造を評価する。 

 金属ナノクラスターを安定化するため、金属と保護

分子との相互作用を明らかにする。銅および銀と窒素

含有化合物とのクラスターの高分解能光電子スペクト

ルを観測し、金属分子間結合の詳細を明らかにした。

金クラスターとイオウ含有化合物との反応を観測し、

金ナノ粒子のイオウ化合物による安定化過程の知見を

得た。また、酸化されやすい金属のナノクラスターを

安定化するためその酸化過程を調べている。ニッケル

クラスターの酸化で、特定のクラスター（Ni13O8と

Ni16O10）が酸化されにくく安定であることを見いだ

した。X 線回折法により銅のナノ粒子の酸化過程を評

価した。 

 金ナノ粒子の安定構造のサイズ依存を明らかにする

ため、ガス中蒸発法で生成した粒子を気相中で熱処理

し、内部構造の変化を電子顕微鏡により観察した。融

点以下の熱処理により正二十面体構造が五角十面体構

造に転移した。さらに融点以上の熱処理により大きな

サイズで結晶構造が現れた。サイズごとに構造を制御

する手法を見いだした。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

 

機能性超分子グループ 

（Supramolecular Chemistry Group） 

研究グループ長：川西 祐司 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノスケールにおける機能・物性制御が可能な、超

分子系材料の開発を目的とする。 

 金属錯体、π／σ共役分子、ホストゲスト系分子、

それらの複合系を構成部品とし、分子環境や刺激に対

し、インテリジェントな応答性や反応性を発現する、

機能性超分子の構築を行っている。分子認識により大

きな電子特性変化を示すπ共役オリゴマー、光異性化

産物を制御できるポリエン、巨大メソゲンを有する新

規液晶、易プロセシングな発光性デンドリマーなどの

開発を進め、物理化学的・分析化学的手法による機能

評価を行った。これら機能性超分子の、金属や高分子

への埋め込みによる材料化もあわせて検討している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子ナノ組織体グループ 

（Molecular Nano-Assembly Research Group） 
研究グループ長：松本 睦良 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 研究目的：有機分子からなる組織体を作製し、その

構造、形成機構を明らかにするとともに、その組織体

の構造制御、操作手法の高度化・精密化を行う。また

組織体の機能を検討するとともに、機能制御の基礎的

知見を得る。 

 研究手段：有機薄膜及び液相中で形成される組織体

の構造解析、構造制御を行い、機能制御の基礎的知見

を得る。 

 方法論：スピロピランのラングミュア膜の光応答性

の熱履歴を見出し、その発現機構を明らかにした。ア

ニオン性のアゾベンゼン誘導体と両親媒性カチオンと

の混合 LB 膜中での光異性化について検討した。ホス

トゲスト型ラングミュア膜の構造を検討し、その LB
膜中でのアゾベンゼンの光異性化について検討した。

またジテルリド自己組織化膜の構造と酸化過程に伴う

絶縁膜形成過程を明らかにした。一連のチエニルアル

カンチオールの自己組織化膜の構造解析を行った。水

溶液中で形成される、双頭型両親媒性化合物からなる

球形中空微粒子に関して、化合物の構造が寄与する形

成機構を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子ナノ物性研究グループ 

（Molecular Nanophysics Research Group） 
研究グループ長：徳本 圓 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 STM/STS を用いて、カーボンナノチューブの電子
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状態に対する基板の影響や、MoS2ナノチューブなど

種々の分子性ナノ構造体の微視的構造と電気的特性の

関係を明らかにした。 

 単層カーボンナノチューブを水溶性ポリマー（ポリ

ビニルアルコール）に均一に分散し、「可飽和吸収効

果」を示す光ファイバー通信用非線形光学薄膜素子の

作成に成功した。 

 単一成分から成る分子性伝導体において、世界で初

めて磁気的量子振動の観測に成功した物質のフェルミ

面の3次元的形状を実験的に求め、バンド計算と良い

一致を示す結果を得た。単層カーボンナノチューブを

化学修飾し、光誘起電荷移動による光センサーの可能

性を示した。 

 メロシアニン誘導体の ab-initio 計算で得た分子の

形から J 会合体などの分子の会合状態の分子配列を

推定して電子吸収のシフトをシミュレートし、観測さ

れる3個の吸収体の変化を統一的に説明した。 

 サーモトロピック系キュービック液晶化合物

BABH-n の高圧下における相転移を観測し、温度圧

力相図の詳細を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

単一分子・界面技術グループ 

（Single molecular and interfacial engineering 
 Research Group） 
研究グループ長：野副 尚一 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 単一分子・界面技術を主要な手法としてナノテクノ

ロジーを実用に結びつける端緒を開くことを目標とし

て、以下の項目について研究を行う。１）走査型プロ

ーブ顕微鏡による単一原子・分子操作技術、自己組織

化技術及び原子・分子レベルからナノメートルスケー

ルで制御された構造の構築技術に関する研究を行う。

また、それ自身が高度な特性を持つナノチューブや

DNA 等の生体分子の表面・界面での高度制御技術に

も取り組む。２）表面・界面の制御・評価技術に関す

る研究を行う。このため、走査型プローブ顕微鏡の手

法の高度化、カーボンナノチューブ探針の有効利用技

術の開拓による原子・分子極限操作技術の開発、非線

形分光法等の新規手法に取り組む。３）微細加工技術

により素子あるいはマイクロリアクターの形成を試み、

ナノメートルスケールで初めて発現する新奇な現象の

探索を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

先進ナノ構造グループ 

（Superior Nanostructure Group） 
研究グループ長：秋永 広幸 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 物質をナノ構造化することによって、合目的的に設

計された機能の発現と制御を可能とし、そのようなナ

ノ材料の開発成功例を積み上げていくことを活動指針

とし、この過程で、「先進」と呼ぶに相応しいナノ構

造と、そのナノ構造に触発された新しい研究分野ある

いは研究概念を創造していくことを本グループの長期

目標としており、より具体的には、ナノスピンエレク

トロニクスとナノプロセシングの2つのサブテーマを

掲げている。前者においては、ナノ構造化することに

よって様々な物質における電子の持つスピン物性が顕

著になることを利用して、大量の電子情報処理を、低

コスト・低エネルギー消費で実現するためのメモリー

機能や電磁場に対する高い感度を備えた機能を期待出

来るナノスピントロニクス材料を設計・開発し、更に

その全く新しい材料形成技術を構築することを目指し

ている。現在までに、室温・低磁場において大きな物

性変化を示すナノスピントロニクス材料、強磁性体／

半導体ヘテロ接合材料における室温スピン注入の実証

等に成功している。後者では、産総研ナノプロセシン

グ施設を、産学官の研究者に広く提供することにより、

そのアイデア実現を加速し機動的ナノテクノロジー研

究開発を支援することを行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

７ 

 

ソフトナノシステム研究グループ 

（Soft Nanosystem Research Group） 
研究グループ長：山口 智彦 

（つくば中央第5、つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、生体由来の材料や生体システムが

持つしなやかな構造特性や特異性、可塑性、興奮性お

よび広義の自己組織化能を基盤とするソフト・ナノテ

クノロジーの研究開発を行う。具体的には:(1) 糖鎖

を利用した癌細胞等への“標的特異性ドラッグデリバ

リー用のナノベシクル（アクティブ標的指向性 DDS
ナノ粒子）”の開発と糖脂質液晶に関する的基礎研究、

(2) 極微量のウイルスや細胞などの生体関連物質の高

感度・高速微量分析を目指したマイクロ流体デバイス

（マイクロフルイディクス）に関する研究、および、

(3) システムの複雑性を増し階層構造形成を可能にす

る新しい自己組織化技術の体系化とその応用研究を行

う。本年度は:(1) 結合糖鎖分子の構造設計により各

組織への標的指向性を制御できることを見いだし、標

的指向性リポソームが眼炎症モデルマウスの眼の炎症

部位に選択的に取り込まれることを実証した。(2) マ

イクロフルイディクス内に染色体検出用マイクロ電極

アレイを作り込むプロセスを検討した。(3) 自己複製

および階層形成の過程における熱力学的指標を計算す
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る手法を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

６ 

 

メゾテクノロジー連携研究体 

（Mesotechnology Collaborative Research Team） 
連携研究体長：中山 景次 

（つくば東） 

概 要： 

 動的トライボロジー現象と静的メゾスコピック構造

を電子、フォトン、さらにはそれらの相互作用を中心

としてナノ秒の時間分解能、原子～ナノメートルの空

間 分解能で計測・解析する技術を開発し、革新的ナ

ノトライボロジー技術開発、及び高性能薄膜デバイス

開発に資する。 

 動的トライボロジー現象に関する研究においては、

トライボフォトン二次元分布計測によるトライボプラ

ズマ像計測装置を用いて、プラズマ中の荷電粒子に磁

場を加えることにより生じるローレンツ力を利用して、

先に発見したトライボマイクロプラズマを制御するこ

とに成功した。さらに、ハードディスクドライブに用

いられる潤滑油であるパーフルオロポリエーテル油の

分解劣化がトライボプラズマによることを示す画期的

な成果を得た。一方、静的メゾスコピック構造に関す

る研究においては、ナノデバイス薄膜にトンネル電流

を流し、トンネル電子による刺激により薄膜から放出

される光子を計測することによる Si 単結晶上の Ag
ナノ薄膜クラスター像のナノ解像度計測を可能とした

とともに、放出フォトンエネルギーに及ぼす電圧依存

性を明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

スーパーインクジェット連携研究体 

（Collaborative Research Team of Super Inkjet 
 Technology） 

研究グループ長：村田 和広 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 マイクロメートルスケールのパターニング方法とし

て、従来の1/1000以下の超微細液滴を精密に基板上に

配列できる超微細インクジェット（スーパーインクジ

ェット）技術の開発を柱に、材料から、手法、さらに

はシステム化まで幅広いスペクトルでの研究を展開し

ている。 

 超微細インクジェット技術を用いて、金属超微粒子

による線幅数ミクロンの微細配線の描画、導電性高分

子のパターニング、カーボンナノチューブの局所成長

制御、セラミックスのパターニングなどへの応用可能

性を提示した。本技術の実用化のために、複数企業と

の共同研究（＝連携研究体）により超微細インクジェ

ット技術の高度化・実用化に取り組んでいる。今年度

は、超微細インクジェットの基本特性の評価を中心に

研究を行い、特に微細配線などのパターニング技術と

しての潜在能力が十分にあることを実証した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］量子ナノ構造と量子機能材料・デバイ

ス 

［研究代表者］南 信次（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］南 信次、徳本 洋志、松本 和彦、 

徳本 圓、秋永 広幸、清水 哲夫、 

カザウィ・サイ、ハサニエン・アブドゥ、

眞砂 卓史（職員9名、他22名） 

［研 究 内 容］ 

（カーボンナノチューブ） 

 カーボンナノチューブ（CNT）の構造・機械的歪み

と電気的特性との相関を調べ、電気的特性評価技術を開

発する。CNT の成長制御と単一電子トランジスタの作

製制御、および高感度センサーへの応用を図る。CNT
の配置・配列・配向を集団として制御する技術（薄膜化

技術等）を開発し、それに基づく光・電子機能デバイス

開発を目指す。 

 CNT の電気伝導性を十分に引き出すための接合材料

の検討を行った。具体的には走査型透過電子顕微鏡中で

電極材料－CNT－電極材料の架橋構造を作製し、その

電流電圧特性をその場で計測できるシステムを構築した。

電流電圧特性は、広い電圧領域でバリスティック伝導に

よる13kΩ程度の抵抗値を示した。また、接合強度を計

測できるシステムを構築し、電子線による真空中炭素接

合法では、0.5GPa、低融点金属接合法は、2GPa とい

う強度値を得た。 

 CNT の可飽和吸収効果を用いて、波長1550nm パル

ス幅1.1ピコ秒の超短時間パルスレーザーのモード同期

発振に成功し、CNT の光学的応用（光通信波長帯）が、

実用レベルで有用であることを実証した（光技術研究部

門、アルネアラボラトリ、東京都立大学との共同研究）。 

 超高感度室温動作 CNT FET/SET を用いて、従来の

シリコンフォトディテクターの160倍の感度を有する光

センサーの作製に成功した。またレーザーの共鳴吸収を

利用した CNT のカイラリティー選択に世界で初めて成

功した。 

 単層 CNT LB 膜の直線偏光二色比（チューブ配向の

目安）を3.7にまで向上させるとともに、チューブ配向

には流動配向効果が重要であることを明らかにした。単

層 CNT の一次元電子状態を温存しつつ発光性π共役分

子を共有結合することに成功し、蛍光消光・吸収スペク

トルの測定から両者が電子的に相互作用していることを

実証した。 

（スピントロニクス） 

 「超高磁場応答ナノ構造磁性体材料の磁場感度



研 究 

(356) 

10000% (per 100mT)」という中間目標を、H15年度初

めまでに達成したので、本年度は半導体表面制御プロセ

ス技術の開発と磁気抵抗スイッチ効果の起源解明に重点

化した。また、完全スピン偏極強磁性体の物質設計と室

温におけるスピン注入現象の実証という当初の 終目標

を達成したので、より高い注入度を目指して強磁性体／

半導体ヘテロ構造におけるスピン偏極電子の動的観測を

開始した。更に、ナノメートルオーダーでの元素識別像

の観測に成功した。 

 ウエットプロセスで作製した Au/GaAs 単ギャップ素

子における電流―電圧特性の磁場依存性を室温において

測定した。一定の動作電圧に設定すれば、30mT にて

1000%以上の磁気抵抗比が得られることが分かった。ウ

エットプロセスによる素子の実現で、半導体表面制御プ

ロセスと磁気抵抗スイッチ効果との相関を効率的に調べ

ることができるようになった。 

 また、H15年度は、磁性半導体2次元電子ガスにおけ

るスピン依存励起子の動的観察にも成功しており、半導

体におけるスピンコヒーレンス制御のための基礎的知見

が得られつつある。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、スピントロニクス 

 

［テーマ題目２］ナノ計測技術とナノサイエンス 

［研究代表者］時崎 高志（ナノテクノロジー研究部門

近接場ナノ工学グループ） 

［研究担当者］時崎 高志、秋永 広幸、中山 景次 

（職員3名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

（プローブ陽極酸化加工） 

 既存のリソグラフィ技術を越え、また「オンデマン

ド」に応えられる微細加工技術が必要とされている。プ

ローブ陽極酸化加工法はその 有力候補であり、本研究

での目標は上記要求に応えるものである。また、本研究

では同時に加工技術の評価方法についても検討しており、

加工精度の向上、広い加工対象と合わせた広範囲の研究

は世界的に高いレベルにある。 

 プローブ陽極酸化加工は、走査プローブ顕微鏡

（SPM）の先鋭な探針と試料間にバイアス電圧を印加

し、電気化学的に試料を酸化する手法である。探針先端

程度の加工幅、大気中プロセス、SPM による「その

場」評価、などの特長を持つ。しかし反面、湿度に対し

て敏感であるなどの問題点があった。本研究では、特に

湿度を精密制御できる加工装置を開発し、微細でありな

がら途切れることなく安定に加工できる条件の探索に成

功した。また、微細化のために多層カーボンナノチュー

ブ（CNT）を SPM 探針として採用し、さらに高精度の

試料移動ステージを用いて、高精度の加工（幅15nm）

を実現した。今後、より先鋭な単層 CNT を利用できれ

ば、さらなる微細化が期待できる。また実用的な各種磁

性材料（MnAs 等）の加工を行い、酸化アルミニウムコ

ーティングによる安定な加工条件を見出した。 

 酸化物の評価では、電気伝導ならびに光学透過率を用

いた評価方法を考案した。酸化物は絶縁性、また光学的

に透明であることが多いため、原子間力顕微鏡による酸

化物の表面形状以外に、上記手法により酸化物内部の評

価が可能となることを確認した。例えば、アンチモンの

酸化では、酸化後でも酸化物の隆起構造は観測されない

が、光学的には明らかな光点として観測されている。 

（ナノトライボロジー） 

 ナノメートル領域の接触界面におけるトライポロジー

問題を、電子と光子などの相互作用として捉え、トライ

ボマイクロプラズマをナノメートルに及ぶ次元で計測解

析する技術を開発し、マイクロマシン等への利用を目指

した応用技術の展開を図る。また、薄膜デバイス開発の

ネックとなっている薄膜界面のメゾスコピック構造に対

しては、プローブ顕微鏡等を利用したナノレベル計測技

術の開発を行い、高性能デバイス薄膜の開発に資する。 

 ハードディスクに用いる PFPE 油の摩擦面における

トライボプラズマによると考えられる分解劣化の GC ス

ペクトルと平行平板電極間での気体放電プラズマによる

分解劣化の GC スペクトルが一致し、ハードディスク潤

滑面の PFPE 油のトライボケミカル分解劣化反応がト

ライボマイクロプラズマによることを突き止めた。これ

は、従来より定説となっていた伝統的な温度による分解

劣化機構を根底から覆す画期的な成果である。 

 また、トライボプラズマが周囲気体のグロー放電とコ

ロナ放電により発生することを明らかにした。トライボ

プラズマによる CVD・PVD コーティングが可能となり、

トライボプラズマを磁場によりコントロールできること

を発見した。これは、トライボプラズマの電子と正イオ

ンの両者の荷電粒子が摩擦面において運動するため、こ

れに磁場による Lorenz 力を作用させることにより制御

できるという画期的手法である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］陽極酸化、トライボロジー 

 

［テーマ題目３］ソフト複雑系ナノシステム 

［研究代表者］横山 浩(ナノテクノロジー研究部門長) 

［研究担当者］横山 浩、山口 智彦、多辺 由佳 

（職員3名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

（二次元液晶の光誘起配向波） 

 光誘起配向波の特性（対称性の効果・励起光パワー依

存性・分子密度依存性・波伝播方向と励起偏光の関係

等）を詳細に明らかにした。また、気水界面の対称性の

破れと異方的な光励起の結合を考慮した TDGL 方程式

を解き、実験結果を詳細までほぼ完璧に説明することに

成功した（JST 横山プロジェクトとの共同研究） 

（強誘電ネマティック液晶） 
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 アキラルな低分子液晶化合物の水面上単分子膜液晶が、

超高速の電場応答をわずか1V/cm の低電場で示すこと

を見出した。二次元分極場の解析結果は、これが探索さ

れ続けていた強誘電ネマティック相であることを示唆す

る。 

（分子モーター） 

 キラリティを持つ分子の液晶単分子膜に、膜を貫通す

るような水分子の流れを与えると、キラル部位がプロペ

ラの役割を果たして1方向に回転運動をすることを見出

した。分子の回転方向は水の透過方向及びキラリティの

反転によって反転し、そのスピードは単分子膜上下の化

学ポテンシャル差及び分子キラリティの強さに比例する。

化学ポテンシャル→分子回転運動→液晶配向歪エネルギ

ーというエネルギー変換が行なわれており、きわめてシ

ンプルなキラル分子が分子モーターとして働くことが示

された。 

（チューリング構造） 

 エントロピー生成速度を指標とし、散逸構造の一種で

あるチューリング構造を熱力学的には空間一様な定常状

態と同様に分類される可能性を示した。この結果は散逸

構造の定義に再吟味を迫ると同時に、高分子共重合体や

ミセルなどのパターン形成と空間定在的な散逸構造が統

一的に解釈できる可能性を示唆するものである。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光誘起配向波、強誘電ネマティック液晶、

分子モーター、チューリング構造 

 

［テーマ題目４］ナノ物質の構造・機能理論・シミュレ

ーション 

［研究代表者］阿部 修治（ナノテクノロジー研究部門

ナノ構造物性理論グループ） 

［研究担当者］川畑 史郎、川本 徹、小林 伸彦、 

下位 幸弘、針谷喜久雄 

（職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 光誘起相転移の効率を画期的に高めるためのモデルを

理論的に提案し、計算機シミュレーションによってその

実効性を確認した。提案したのは2種類の構成単位から

成るナノ構造材料を使う方法である。単独では相転移を

起こさない物質でも、適切な2つの物質を組み合わせる

ことで、効率よく相転移する材料を作り出すことができ

ることをモンテカルロシミュレーションによって示した。

さらに現実に近いシミュレーションを行うため、分子動

力学法による研究を開始した。また、実際の物質設計を

目標として実験グループと共同研究を行い、スピンクロ

スオーバー錯体の光照射下のヒステリシス特性を理論的

に解明した。 

 共役高分子などの有機導体において電荷の注入など外

的な刺激による機能の発現機構の解明を計算物理的な手

法により理論的研究を行った。電荷注入による磁性制御

について、共役分子に2つの局在スピン（ラジカル）が

結合した系を考え、ラジカル間の磁性整列が電子の注入

によりどのように変化するかを研究し、直鎖状分子の場

合について体系的な結果を得た。また、共役高分子にお

いて、注入された電子が分子構造の変形を伴って自己束

縛化し、ポーラロンあるいはバイポーラロンなどの状態

をとることが知られているが、新たにその中間的な状態

が存在する事を理論的に明らかにした。 

 ナノワイヤや単分子など、ナノスケールにおける電気

伝導は、系の電子状態に強く依存する。そのため、精密

な理論による電子状態の解析を基礎として、伝導特性を

議論することが重要である。電子状態計算法として第一

原理電子状態計算法があるが、通常の方法論では電気伝

導特性を解析することは容易ではない。そこで我々は、

差分法やグリーン関数を用いて電気伝導特性を解析でき

る第一原理電子状態計算手法の開発整備を進めた。また、

解析手法の整備とともに、実際の系への適用も行い、ナ

ノワイヤ、単分子の電気伝導特性に関する理論解析を行

った。ナノワイヤの量子化コンダクタンスやそのコンダ

クタンスの原子種及び構造依存性について明らかにし、

金電極上のアルカンカルコゲナイドの電気伝導の実験結

果に対する理論的裏付けを行った。 

 ナノメートルスケールのグラファイト系について、形

状の効果、電子間相互作用の効果等を考えて磁性の機構

や電子状態を研究した。ナノグラフェンにおける新奇な

電子波干渉パターンに関して、その機構解明を行った。

メビウス型の境界条件を付けた系について、ジグザグエ

ッジのスピンに関連する磁壁ソリトンと、それに伴うギ

ャップ内状態に注目して理論解析した。また、カーボン

ナノチューブの電子のスピンに依存した輸送現象に関し

て研究を行った。 

 量子コンピュータをはじめとする量子情報処理におい

ては、量子状態の制御を行う必要がある。量子系の制御

に究極限界があるのかどうかという命題の解決を目標と

して、古典制御理論と量子情報理論とを融合する方法を

開発し、量子制御の情報理論的限界を導出した。そして、

制御系と被制御系との間の情報理論的相関が量子制御の

限界を支配していることを見いだし、量子誤り訂正のシ

ステムは究極限界を達成する量子制御系であることを示

した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光機能、分子機能、量子効果、スピン 

 

［テーマ題目５］ナノマニュファクチャリング材料・技

術・システム 

［研究代表者］村田 和広（スーパーインクジェット連

携研究体） 

［研究担当者］村田 和広（職員1名、その他4名） 

［研 究 内 容］ 

 民間企業7社との共同研究体制により超微細インクジ
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ェット技術の確立と、高度化、実用化を目指している。

特に、今年度は基礎技術の確立と、応用開発において進

展が見られた。具体的には、高速現象観察において、1

ミクロン程度の液滴の飛翔過程が捉えられた。 

 また、計算科学研究部門との共同研究により自由界面

におけるマルチフィジックスモデルの構築という顕著な

成果が得られた。飛翔観察の結果と併せて、今後のイン

クジェットの高度化の一助となる。 

 また、応用分野においても、超微細インクジェットに

よる立体構造の形成法に関して顕著な成果があがってい

る。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超微細インクジェット 

 

［テーマ題目６］ナノバイオ･メディカルテクノロジー 

［研究代表者］山嵜 登（ナノテクノロジー研究部門ソ

フトナノシステムグループ） 

［研究担当者］山嵜 登、井上 貴仁 

（職員2名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

（ドラッグデリバリーシステム） 

 生体内組織の細胞表面上に存在する各種のレクチン

（糖鎖認識蛋白質）に対して特異的な結合活性を有する

糖鎖を導入した DDS ナノ粒子であって、実際の生体内

の細胞、組織を識別して薬剤あるいは遺伝子を効率的に

輸送し得る DDS ナノ粒子を開発する。 

 この分野での現在の開発動向は、パッシブ標的指向性

DDS ナノ材料が販売あるいは開発されつつある状況で

ある。一方、高機能のターゲティングを可能とするアク

ティブ標的指向性 DDS はミサイルドラッグとも呼ばれ、

21世紀の夢の DDS として大いに期待されている。 

 アクティブ標的指向性 DDS ナノ粒子を作製するため

に、リポソーム表面の性質あるいは表面に結合させる糖

鎖およびリンカー蛋白質について種々の実験・検討を加

えた。結合糖鎖分子の構造設計により、各組織への標的

指向性を制御できることを見いだした。更に、炎症性疾

患モデル動物として眼炎症モデルマウスを作成し、この

標的指向性リポソームが眼の炎症部位に選択的に取り込

まれることを実証した 

 従来、アクティブ・ターゲティング用の各種リガンド

（抗体、ペプチド、糖質など）を結合したリポソームな

どの DDS ナノ材料について多くの研究がなされてきた。

しかしながら、それらは、生体外では標的細胞に結合し

ても、生体内では期待される標的細胞や組織にターゲテ

ィングされないものがほとんどであった。炎症性疾患治

療用アクティブ・ターゲティング(能動的・標的指向性)

機能を有する DDS ナノ粒子の作製と生体におけるアク

ティブ・ターゲティングの成功は、世界初のものであり

画期的成果といえる。 

（染色体ナノデバイス） 

 染色体ナノ情報解析ツールの開発を目的として、第Ⅰ

期で開発したマイクロ流路を用いた染色体個別の輸送技

術をさらに発展させ、チップスケールで高速かつ高効率

に染色体ソーテイングを実現する染色体チップソーター

の開発を行う。本研究において開発される、輸送、選別、

検出などの各要素技術は、生体センシング、臨床検査、

マイクロ化学分析などチップスケールでハイスループッ

トと超高速化を目指した将来のバイオ、医用デバイス開

発の根幹を成す技術として世界中で研究開発が盛んに進

められている。 

 本年度は、検出機構もチップ上で実現するため、マイ

クロフルイディクス内に染色体検出用マイクロ電極アレ

イを作り込むプロセスを検討し、導電率、インピーダン

スなどの高感度かつ超小型の電気測定法を確立した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ドラッグデリバリー、 マイクロフルイ

ディクス 

 

［テーマ題目７］ナノテクノロジー基盤整備・社会貢献 

［研究代表者］横山 浩（ナノテクノロジー研究部門 

長） 

［研究担当者］横山 浩、秋永 広幸 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究部門は、文部科学省の委託事業（ナノテクノロ

ジー総合支援プロジェクト）におけるナノプロセシン

グ・パートナーシップ・プログラムを遂行している。本

年度は5年間のプロジェクトの2年目である。昨年から準

備を進めてきた支援体制がほぼ整い、本格的な支援活動

を展開中である。本プロジェクトは産官学の所属を問わ

ず、無料で参加支援機関の施設を使って支援活動を行う

画期的な試みである。多くの研究開発者に利用して頂く

ことが特に重要で、支援件数がその評価の目安となる。 

１）広報活動 

 AIST ナノプロセシング施設をベースに、産学官

のナノテクノロジー研究者の研究開発に対する

MEXT ナノプロセシング・パートナーシップ・プ

ログラムによる支援活動は、残念ながらいまだ認知

度が十分とはいいがたい。この現状を打開するため

に積極的な広報活動を展開する。具体的にはフライ

ヤーを作成し、学会等様々な機会を捉えて配布する。

さらには学会誌への広告掲載や、電子メールによる

案内送付をおこなう。 

 具体的には、フライヤーを2千枚配布する。さら

に、学会誌の広告は、ナノテクノロジー総合支援プ

ロジェクトの極微細加工・造形グループの幹事機関

としてグループの広告を取りまとめ3誌以上に掲載

する。また、支援案内の電子メールをこれまでに何

らかの形で接触があった研究開発者を中心に5百通

を発送する。 
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２）支援活動 

 AIST ナノプロセシング施設をベースに、産学官

のナノテクノロジー研究者の研究開発に対する

MEXT ナノプロセシング・パートナーシップ・プ

ログラムによる支援活動を積極的に展開する。具体

的には様々な支援相談や問い合わせに迅速にかつ柔

軟に対応し、支援活動を展開する。AIST ナノプロ

セシング施設では解決できない場合、産総研内の研

究者に協力を要請して、支援依頼に応えられるよう

に努力する。 

 具体的には、支援活動は装置利用、技術代行、共

同利用、技術相談の4つに分類されるが、この支援

件数の総数の目標を100件とする。 

３）ナノテクノロジー総合支援プロジェクトの極微細

加工・造形グループの幹事機関としての活動 

 MEXT ナノプロセシング・パートナーシップ・

プログラムは MEXT のナノテクノロジー総合支援

プロジェクトの極微細加工・造形グループの1機関

としての活動で、産総研は本グループの幹事機関の

任務を担っている。具体的には、グループ会議を開

いて支援活動に関する様々な課題や問題に対して協

力して取り組むと共に、ワークショップを開催して、

グループの支援活動を報告する機会を設ける。 

 第1回目のグループ会議を大阪大学で9月5日に開

催した。2回目は1月に開催する予定である。またワ

ークショップは12月9日に東工大において開催する。 

４）MEXT ナノプロセシング・パートナーシップ・

プログラムにおける AIST ナノプロセシング施設を

用いた極微細加工・造形に関する人材育成スクール

の開催 

 ナノプロセシングに触れる機会の少なかった研究

開発者に、講義を聴講し、かつ実際に装置を操作す

ることによる、装置の原理と操作について体験する

機会を提供するスクールを企画・開催する。本スク

ールは11月10日から14日の5日間の日程で開催した。

4名1グループ構成で5グループの総計20名の参加者

を公募し、1機関1名の原則先着順で応募に応じた。

標準コースでは広く一通り様々な装置を体験できる

様にし、アドバンストコースでは選択した装置につ

いて特に時間を割いて体験できるようにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノプロセシング施設、ナノプロセシン

グ・パートナーシップ・プログラム 

 

⑳【計算科学研究部門】 
（Research Institute for Computational Sciences） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：池庄司民夫 

副研究部門長：三上 益弘 

総 括 研 究 員：北浦 和夫、三上 益弘（兼務） 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：28（26）名 

経 費：199,719千円（118,492千円） 

 

概 要： 

 本研究部門は、ミクロからマクロまでの広範な系に

おいて、量子力学、統計力学、連続体力学などの種々

の物理法則に支配される世界を対象としている。部門

内はこれらの物理法則に基づく計算手法で5つのグル

ープ（量子、粒子、連続体、複合、基礎解析モデリン

ググループ）に分かれているが、実際にはそのような

グループを越えて、現実的な問題を解決すべく6つの

重点課題を掲げて研究を進めている。それぞれの研究

概要は以下のとおりである。 

ナノテクノロジーシミュレーション技術に関する研

究： 

 1nm から100nm にわたるナノスケール材料の構造

の制御、発現される機能の解析を可能とする手法の開

発、およびこのサイズの系が持つ特徴について系統的

な研究を行っている。 

生体系シミュレーション技術に関する研究： 

 生体高分子の構造・機能を計算科学によって解明す

ることを目的とし、量子化学計算を中核とした解析・

設計技術の研究とともに、新規・既成の手法によるタ

ンパク質や DNA などの研究を行っている。 

化学反応シミュレーション技術に関する研究： 

 広範な化学反応（不均一触媒、溶液反応など）を扱

うことを目指して、化学反応解析・設計手法および反

応経路予測手法の開発と具体的な化学反応の機構解明

の研究を行っている。 

流体固体統合シミュレーション技術に関する研究： 

 実用上重要な問題にもかかわらず未だ解明されてい

ない複合現象、例えば乱流、複合材料、固体・流体連

成現象などの解析を可能にするために、有限要素法な

どの離散化、数値解析の高精度化、大規模シミュレー

ション手法及びシステム統合化技術の開発を行ってい

る。 

シミュレーション基礎理論に関する研究： 

 シミュレーション技術を高度化しその適用範囲を拡

大する事を目指し、電子相関、電子励起状態、輸送問

題を扱うための理論手法の開発、およびこれらの手法

の適用研究を行っている。 

ソフトウエアパッケージ整備に関する研究： 

 プログラムの公開・普及を行っている。 

 

発 表：誌上発表44（39）件、口頭発表153（54）件、

その他4件 

-------------------------------------------------------------------------- 
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外部資金： 

文部科学省 科学研究費補助金「第一原理計算に基づく

極限環境下における分子性固体の構造と電子機構の解

析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「蛋白質・巨大分子系の

ための量子シミュレーターの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「局在化基底による新し

い固体電子励起状態計算手法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「全電子 MO 計算によ

る K＋漏洩チャネルタンパク質のイオン選択および透

過機構の研究」 

 

岡崎国立共同研究機構 科学技術振興費「統合ナノシミ

ュレーションシステムの研究開発ナノ複合系設計の研究

開発」 

-------------------------------------------------------------------------- 
量子モデリング研究グループ 

（Quantum Modeling Research Group） 
研究グループ長：北浦 和夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 量子力学の原理に従って電子の振る舞いを記述し、

電子機能素子や化学反応過程を高信頼度、高効率に扱

う手法の開発・改良に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ題目10、テ

ーマ題目11 

 

粒子モデリング研究グループ 

（Particle Modeling Research Group） 
研究グループ長：三上 益弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 分子動力学法、モンテカルロ法などにおいて統計力

学の新しい手法を開発し、生体系や自己組織化膜など

の複雑な物質の構造・機能と分子間相互作用の関係を

研究する。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

６、テーマ題目11 

 

連続体モデリング研究グループ 

（Continuum Modeling Research Group） 
研究グループ長：手塚 明 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 乱流などの流体現象解析、複合材料などの固体現象

解析、固体・流体連成問題などの複合現象解析を行う

ための新しい数値解析法の研究開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６、テーマ題目

11 

 

複合モデリング研究グループ 

（Hybrid Modeling Research Group） 

研究グループ長：池庄司民夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 生体系やナノテクノロジーの研究対象は、ミクロ・

メソ・マクロの種々のスケールの複合系になっている。 

こうした複合系を扱うために、種々のシミュレーショ

ン技術を融合した新しい方法の開発に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目６、テーマ題目11 

 

基礎解析研究グループ 

（Fundamental Analysis Research Group） 
研究グループ長：浅井 美博 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 シミュレーション技術の基礎である物理解析や数理

解析の研究を行う。物理解析に関しては、電子相関、

電子励起、電子輸送などが具体的課題である。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５、テーマ題目７、テーマ題目９、テーマ題目11 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］化学反応シミュレーション技術（運営

費交付金） 

［研究代表者］池庄司民夫（計算科学研究部門） 

［研究担当者］池庄司民夫、都築 誠二、森川 良忠、 

片桐 秀樹、土田 英二、内丸 忠文 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子状態計算で扱える原子の数を大幅に増加させると

ともに、反応経路を効率的に探索することを可能にする

ことにより、現実の問題における広範な化学反応（不均

一触媒、溶液反応など）を扱えるようにすることを目的

として、化学反応解析・設計シミュレーション技術およ

び反応経路予測技術を開発する。また、STM による電

子注入や光による電子励起など、電子励起状態が関与す

る反応制御のシミュレーション技術の研究を行う。 

(1) 第一原理分子動力学法の高速・高機能化 

 平面波および有限要素基底・擬ポテンシャル

DFT 計算の大規模クラスタ上での並列化について

検討した。 

(2) 量子・古典ハイブリッド法 

 FMO を拡張した。 

(3) 新しい反応経路予測技術の開発 

 meta-dynamics の方法を調査し、超臨界水中の
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ベックマ転移反応の解析に応用した。 

(4) 具体的問題への応用（主な結果） 

・燃料電池の効率良い電極反応を探索するために、

Pt(111)面上でメタノール還元生成物がどのように

存在するか、STATE で計算し、CO 被毒の原因が

わかった。 

・超臨界流体中のベックマン転移反応について、

CPMD を用いて計算し、各ステップの活性化自由

エネルギーを求めた。反応の密度依存性を解明し、

操業条件への示唆を与えた。 

・大気環境中の化学反応解析のため、反応分子間にお

ける会合体の形成について、量子化学計算を行い、

トンネル効果を見積もった。 

・ポリジアセチレンの光誘起構造相転移に関係する安

定構造のスピン依存性などを求めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］第一原理分子動力学法、STATE、 
量子・古典ハイブリッド法、FMO 法、 
効率的反応径路探索法、ポリジアセチレ

ン、誘起構造相転移、電極反応、表面赤

外可視和周波発生、超臨界水中、反応性

指標 

 

［テーマ題目２］ナノテクノロジーシミュレーション技

術（運営費交付金） 

［研究代表者］三上 益弘（計算科学研究部門粒子モデ

リング研究グループ） 

［研究担当者］三上 益弘、森川 良忠、篠田 渉、 

橋本 保、池庄司民夫、手塚 明則、 

西村 憲治、尾崎 泰助、小川 浩、 

中西 毅、劉 子敬、篠田 恵子、 

寺倉 清之（職員10名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 1ナノメータから100ナノメータのスケールにわたるナ

ノスケール材料（無機材料、有機材料、生体高分子材料、

およびそれらからなる複合材料）の構造の制御、発現さ

れる機能の解析を可能とするシミュレーション手法の開

発、およびナノスケール系の持つ特徴について系統的な

研究を行い、ナノテクノロジーのためのシミュレーショ

ン技術を確立することを目的とする。 

(1) ナノ構造体の持つ量子効果を解析するため、大規

模系の電子状態計算を可能にするオーダー（N）法

の開発と、標準的な密度汎関数法と分子軌道計算法

の高精度化を行った。 

(2) ナノ構造体の構造安定性、力学特性、物質輸送を

解析するために、大規模系の高精度計算を可能にす

る分子シミュレーション(数値時間積分法と力学特

性の高速・高精度計算法)を開発した。 

(3) 数百ナノメートルのサイズのナノ構造体の構造予

測を可能にする分子間相互作用の粗視化法を開発し、

ナノ高分子膜の構造形成に適用し、その効果を検証

した。 

(4) ナノ構造体の自己組織化現象の研究 

 自己組織化現象解明のために新しく開発した分子

シミュレーション手法を用いた適用研究（自己組織

化膜の形成メカニズムの研究、脂質二重層膜の安定

性・低分子透過性の研究）を実施した。 

(5) Si(100)表面での Ge 量子ドットの安定構造の研

究 

 Si(100)表面への Ge の蒸着により形成された量

子ドットの安定性などを解明するため、Ge/Si 表面

の安定構造を電子状態計算により明らかにした。 

(6) 有機－金属界面の構造と電子状態の研究 

 触媒や分子デバイスなどの応用と関連して注目を

集めている有機分子と金属との界面について n-ア
ルカン分子を対象として、電子状態計算によりその

吸着状態を明らかにした。 

(7) セラミックス薄膜の低温成長に関する研究 

 セラミックス薄膜の新しい低温形成法であるエア

ロゾルデポジッション法のその場観察を実現するた

めの計算機シミュレーション手法を開発した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］密度汎関数法、分子軌道法、分子シミュ

レーション、分子動力学法、モンテカル

ロ法、分子間相互作用、粗視化法、ナノ

構造体、自己組織化膜、生体膜、量子ナ

ノドッド、表面・界面 

 

［テーマ題目３］生体系シミュレーション技術（運営費

交付金） 

［研究代表者］北浦 和夫（計算科学研究部門量子モデ

リング研究グループ） 

［研究担当者］北浦 和夫、舘野 賢、 

Fedorov Dmitri、長嶋 雲兵、 

古明地勇人、上林 正巳 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生命現象の本質を計算科学によって解明することを目

的とする。そのためには、生体高分子を、マルチスケー

ル、マルチフィジックス、ならびに多くの複合領域にわ

たる境際的な対象として捉え、量子力学計算を中核とし

た解析・設計シミュレーション技術の研究を行う。研究

内容は、生体巨大分子のため計算手法の開発研究と、こ

れらを活用した生体分子の構造・機能の研究から成る。 

(1) FMO 法の開発 

①高効率並列計算アルゴリズムを開発し、128PU で

効率80-90%を達成した。 

②MCSCF 法が使えるように拡張した。 

③GAMESS で FMO-HF 法でエネルギー勾配・構造

適化計算を可能とした。 
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(2) 量子古典融合法の開発 

 FMO 法で、ONIOM 様融合法と QM/MM 計算が行

えるように拡張した。 

(3) 生体分子の構造・機能の解明 

①リボザイムの酵素反応機構、DNA の電気伝導性、

核酸塩基類縁体の研究を継続し、新しい知見を得た。 

②チミジンフォスホリラーゼの阻害剤（抗癌作用あ

り）の計算を開始した。 

③ab initio レベルで今までに行われた構造 適化計

算のなかで 大規模の一つとなる villin HP36の構

造 適化計算を行い、native 構造の安定化要因を

解析した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体分子シミュレーション、大規模系の

量子化学計算、量子・古典融合法、大規

模系のシミュレーション手法、タンパク

質の構造・機能シミュレーション 

 

［テーマ題目４］流体固体統合シミュレーション技術

（運営費交付金） 

［研究代表者］手塚 明（計算科学研究部門連続体モデ

リング研究グループ） 

［研究担当者］手塚 明、笹本 明、鈴木 健、 

奥田 斂、西村 良弘、伏木 誠、 

松本 純一（職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 実用上重要な問題にもかかわらず未だ解明されていな

い複合現象、例えば乱流、複合材料、固体・流体連成現

象などの解析を可能にするために、 適設計などのシス

テム統合化技術の確立を睨んで、パラメータ依存性を極

力排除した、有限要素法などの離散化数値解析の高精度

化、大規模シミュレーション手法の研究を行う。 

・気液二相流問題の解析手法の研究 

昨年度開発した高精度 VOF-FEM 手法を産総研ナノ

テク部門で開発された「超微細インクジェット技術」

に応用し、実験値との定性的な一致を確認した。実験

部隊にも同バイナリソフトの供給を行い、計算科学に

基づくパラメータスタディによる実験効率向上に寄与

している。 

・要素面メッシング型任意 blending shape function 構

築による三次元非連続メッシュ解析複数の部分領域毎

に生成された写像型メッシュに対し、部分領域間の節

点が非連続になっている場合にも有効でありかつ、

EFGM とのカップリング応用に見られるようなパラ

メータ依存性がなく、数学的にもロバストな手法を提

案した。 

・有限要素法に特化した大規模非対称疎行列のための並

列固有値ソルバーの開発 Arnoldi 法のアルゴリズムの

並列化を有限要素法の特徴を活かした方法（element 
by element 手法）を用いて、並列ソルバーを開発し

た行い、計算の高速化、少メモリー化を実現した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］計算力学、二相流解析、マルチスケール

解析、並列解析、 適設計 

 

［テーマ題目５］シミュレーション基礎理論（運営費交

付金） 

［研究代表者］浅井 美博（計算科学研究部門基礎解析

研究グループ） 

［研究担当者］浅井 美博、片桐 秀樹、中西 毅、

Aryasetiawan Ferdi 、 Torres Alonso 
Jose Antonio、寺倉 清之 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 シミュレーション技術を高度化しその適用範囲を拡大

する事を目指し、基礎理論の研究開発及びその実装と具

体的な問題への応用を行う。特に、電子レベルのシミュ

レーションにおいて課題となっている電子相関、電子励

起状態、輸送問題を扱うための理論手法開発を行う。 

１．電子相関・電子励起状態の計算理論の開発・改良 

国内外の物性理論家との連携を強化して DMFT＋

GW 理論の更なる展開、TDDFT の交換相関項の研究

等を行った。 

 TDDFT の交換相関項の研究では、Bethe-Salpeter
方程式におけるコンタクト近似に対する理論的な議論

を踏まえ、TDDFT の範囲で自由及び束縛励起子を良

く記述する実用的な交換相関関数を見出した。 

２．ナノ構造系・分子の輸送現象の理論研究 

 非弾性電流を電子状態から計算する理論の開発など

大きな進展があった。先端的な実験グループとの連携

の可能性を含め様々な協力の可能性を広げた。 

３．固体電子材料の構造機能相関理論 

 多バンド系の非断熱電子格子相互作用の研究、単一

種有機導体の電子状態の研究などで前年度に引き続き

進展が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］電子相関、輸送問題、有限要素法 

 

［テーマ題目６］ソフトウエアパッケージ整備に関する

研究（運営費交付金） 

［研究代表者］池庄司民夫（計算科学研究部門） 

［研究担当者］池庄司民夫、森川 良忠、三上 益弘、 

篠田 渉、手塚 明、鈴木 健、 

松本 純一、劉 子敬、田中 真悟 

（職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は、当部門の各テーマで開発してきたプログラ

ムを、実用的なソフトウェアとして一般公開することを

目的としている。これにより、コンピュータシミュレー

ション技術の産業応用が加速され、材料・製品開発の期



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(363) 

間短縮につながる。 

 PCP は、ver.1.0にアップし、ユーザ会を開催した。

ダウンロード登録者数（H15.9現在）：222（国内）、37

（海外）。 

 TACPACK を7月に公開した。FMO を組み込んだ生

体分子分子動力学ソフト PEACH4.8 with ABINIT-MP
を公開した。 

 周期境界を満たす粒界を容易に作れる粒界ビルダ

GBstudio を公開した。オーダー（N）DFT およびその

関連プログラム・データベースを公開した。 

［分 野 名］情報・通信 

［キーワード］並列計算プラットフォーム、PCP、大

規模汎用分子動力学計算、tacpack 
 

［テーマ題目７］第一原理計算に基づく極限環境下にお

ける分子性固体の構造と電子機構の解析

（外部資金：科学研究費補助金） 

［研究代表者］石橋 章司（計算科学研究部門基礎解析

研究グループ） 

［研究担当者］石橋 章司、寺倉 清之（北大創成科

学）、浅井 美博（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

【目標・計画】 

 第一原理計算手法および物性理論に基づき、分子性固

体の構造と電子機能の解析を行う。新物質あるいは極限

環境下の物質を特に研究対象とする。新規に合成された

分子性固体の電荷分布、バンド構造、導体であればフェ

ルミ面構造などの電子構造を、第一原理計算により求め、

新物質の機能の予測、各種分光実験結果の解釈に資する。

必要があれば、第一原理分子動力学法により格子定数・

原子位置を 適化し、結晶構造も計算により決定する。

高圧下など極限環境下での分子性固体の電子構造につい

ても同様の研究を行うが、この場合、現時点での実験技

術では到達困難な環境を理論計算によりシミュレートし、

新規な物性の発現の可能性を探ることも視野に入れる。

また、現有の計算手法の適用限界を見極め、物性理論な

どを駆使し、計算手法の高精度化・高速化を行い、より

分子性固体の物性計算に適した手法を確立する。 

【15年度実績】 

 単一成分分子性導体 Ni(tmdt)2と Au(tmdt)2の電子

構造を第一原理平面波擬ポテンシャル法で計算した。こ

れらの2つの物質は、同一の結晶構造を持ち格子定数も

互いに非常に近いが、単位胞あたりの電子数が1だけ異

なっている。今回の計算で、前者は2つのバンドがフェ

ルミ準位を横切り電子的なフェルミ面と正孔的なフェル

ミ面が存在する半金属、後者は、1つのバンドが半占有

でフェルミ準位を横切り、一部擬一次元的な特徴を示す

フェルミ面を持つ金属である事が明らかとなった。 

 応力・変形下での分子性固体の電子構造を知るための

計算の第一歩として、有機超伝導体β-(BEDT-TTF)2I3

の結晶構造の 適化を第一原理分子動力学の手法を用い

て行い、実験結果と非常に近い格子定数および構成分子

についてのボンド長・ボンド角を得る事ができた。 

 DNA の電気伝導機構を研究した。Yoo 等（PRL,87, 
198102(2001)）のナノギャップを用いた電気伝導の実験

結果は電流のバイアス電圧依存性を表す係数の温度依存

性が塩基種に強く依存するという興味深い結果を与えた。

この実験結果をスモール・ポーラロン効果を取り入れる

事により解析し電子格子散乱において非弾性的な成分が

優勢であるか、準弾性的な成分が優勢であるかに応じて、

この温度依存性を含めて広く輸送特性を説明する事が出

来る事を示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］第一原理電子状態計算、分子性固体 

 

［テーマ題目８］蛋白質・巨大分子系のための量子シミ

ュレーターの開発（外部資金：科学研究

費補助金） 

［研究代表者］Dmitri G. Fedorov（計算科学研究部門

量子モデリング研究グループ） 

［研究担当者］Dmitri G. Fedorov（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 第一原理に基づいた量子化学計算法は高精度と一般性

を持つが、計算量が膨大な為、巨大分子への適用が進ま

ない。第一原理法の精度と一般性を保ちながら、分子分

割により大幅計算量を減らすのに成功したのは FMO 法

である。 

 従来の FMO 法（FMO2と呼ぶ）は二体相互作用近似

に基づいている。このため、水分子クラスター中の水分

子間やタンパク質中のアミノ酸残基間にみられるような

複数の水素結合が干渉しあう系では三体相互作用が大き

くなるため十分な精度が得られなかった。本研究で、

FMO 法を拡張して三体相互作用をあからさまに取り込

む方法（FMO3法）を開発し、効率よく精度を改善する。 

高分子や分子集合体では、分子内・分子間非結合相互作

用を高精度で計算するためには電子相関効果を含んだ電

子状態計算を行う必要がある。本研究では、これを発展

させ、巨大分子の分子内非結合相互作用の計算法として

実用化する。電子相関効果を含んだ簡便な電子状態計算

法としては密度汎関数法（DFT）があり、DFT に

FMO 法を適用することは巨大分子のための DFT 計算

法として非常に有用な方法になることが期待できる。本

研究では、DFT の FMO 法を実用化する。 

 現在 DFT で用いられる汎関数は弱い相互作用の計算

に困難しているが、Moeller-Plesset 等の二次摂動論

（MP2）はその問題が無いと知られている。それに従

って、MP2と FMO 法を組み合わせて、高速な FMO-
MP2の電子相関法を開発する。 

 各種 FMO 方法論の有効性を実証するためのプログラ

ムを作成するが、これは無料で配布され広く普及してい
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るプログラムである GAMESS に組み込む。近い将来一

般化すると予想される数千台のプロセッサーによる高効

率並列処理計算アルゴリズム（GDDI による2段階並列

処理）を開発する。 

 反応領域などの重要な部分には高精度計算法を、その

他の部分には低精度計算法を用いることができるように、

異なった基底関数や波動関数を融合して計算できる方法

を開発する。これにより、巨大分子についても、目的と

する物理量を高精度に計算することが可能となる。ラジ

カル種について不対電子の非局在化を系統的に調べる 

ことにより、電子移動反応などの反応中間体としてしば

しば重要になるラジカルの電子状態計算を可能とする。 

 その他、化学反応遷移状態等の多参照性を持つ系の為、

FMO-MCSCF 法を開発する。 

［分 野 名］ナノテク 

［キーワード］FMO 法、並列、蛋白質、GAMESS 
 

［テーマ題目９］局在化基底による新しい固体電子励起

状態計算手法の開発（外部資金：科学研

究費補助金） 

［研究代表者］片桐 秀樹（計算科学研究部門基礎解析

研究グループ） 

［研究担当者］片桐 秀樹、Aryasetiawan Ferdi、 

石田 俊正（分子科学研究所） 

（職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、局在化基底関数（ガウス基底関数）

を用いた Hartree-Fock 計算と post Hartree-Fock 計算

を使い、周期境界系の電子励起状態を第一原理から求め

る手法およびプログラムを開発し、一次元固体の電子状

態計算を行って、そのパフォーマンスを明らかにするこ

とを目的とする。 

 前年度までに、周期境界条件を適用した Hartree-
Fock 法のほか、post Hartree-Fock 法として①積分変

換②二次の Moller-Plesett 摂動法③ coupled-cluster 
(CC)法④equation of motion-CC (EOM-CC)法のプロ

グラムモジュールを作成し、基本的な動作の確認を行っ

た。今年度は、並列化に重点をおいたプログラム全般の

改良と拡張を行い、水素原子鎖等の計算に適用した。 

 まず、Hartree-Fock、post Hartree-Fock の全てのプ

ログラムモジュールに対して、OpenMP の制御文を挿

入する方法によって、並列化作業を行った。また、メモ

リ使用量を削減する等、プログラム全般を見直し、プロ

グラム実行効率の改善を図った。その結果、共有メモリ

型の計算機で高速に実行することが可能となった。例え

ば、開発に使用した Origin2000/32CPU では、平均し

てピーク性能の10%程度の性能が出るようになった。こ

れによって、各 k 点での合計が200程度の軌道数（5つ

の k 点では40軌道に相当）が扱えるようになり、炭素

原子5-6個程度の一次元高分子の励起状態計算が可能と

なった。 

 次に、開発プログラムを用いて、水素原子の1次元鎖

の電子状態計算を行い、CC 法による基底状態のエネル

ギーが、k 点の増加とともに収束することを確認した。

また、full-configuration interaction(CI)法によるエネ

ルギーとの比較を行い、CC 法で求めた全エネルギーが

full-CI エネルギーの良い近似値となっていることを確

認した。 

 さらに、より実際的な系の予備計算として、EOM-
CC 法によるポリエチレンの励起状態計算を行った。周

期境界条件を課した計算と同時に、長さを変えたオリゴ

マー（孤立分子）の計算を行い、両者の励起エネルギー

を比較した。その結果、周期系から求めた励起エネルギ

ーが k 点の増加にしたがって、緩やかに収束すること、

オリゴマーの励起エネルギーが周期系と同じ値に収束す

ることを確認した。 

 これらによって、局在化基底関数を用いた励起状態計

算を、いくつかの現実の高分子に応用し、パフォーマン

スを評価することが可能となった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］第一原理計算、結晶軌道法、励起状態 

 

［テーマ題目10］全電子 MO 計算による K＋漏洩チャ

ネルタンパク質のイオン選択および透過

機構の研究（外部資金：科学研究費補助

金） 

［研究代表者］北浦 和夫（計算科学研究部門量子モデ

リング研究グループ） 

［研究担当者］北浦 和夫、上林 正巳、古明地勇人 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、K＋漏洩チャネルタンパク質（約

6,000原子）のフラグメント分子軌道（FMO）法による

全電子量子化学計算を行い、タンパク質とイオンの相互

作用とチャネル内でのイオン間相互作用を求め、チャネ

ルタンパク質によるイオン選択とイオン透過機構を電子

状態レベルで明らかにすることを目的とする。 

 平成15年度は、前年度に引き続いて、巨大分子計算法

（FMO 法）の改良を行い、カリウムイオン漏洩チャネ

ルタンパク質全系の計算を実施した。 

 本年度に行った方法論とプログラムの改良はつぎのと

おりである。 

・FMO 法のスキームに密度汎関数理論（DFT）を組み

込んだ。 

・FMO 法に、メラー・プレセットの2次摂動論

（MP2）を組み込んで、巨大分子の電子相関を考慮

した巨大分子の計算を可能とした。 

・並列化効率を向上させるために、動的負荷分散の仕組

みを改良した。 

 改良したプログラムを用いて、チャネルタンパク質4
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量体（約6000原子系）とカリウムイオンの相互作用計算

（HF/STO-3G レベル）を行った。イオンの透過経路を

仮定して、この経路に沿ってポテンシャルエネルギーを

求めた。 

 Na＋イオンについても同様の計算を行い、両者を比較

した。その結果、チャネルの入り口付近（イオン認識部

位近辺）では両者のエネルギーにほとんど差がない

（1kcal/mol 以下）が、チャネルの出口付近では、Na＋

は K＋に比べて大きく不安定化（30kcal/mol）し、透過

しにくくなるという結果を得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］全電子 MO 計算、チャネルタンパク質、

K＋イオン選択機構 

 

［テーマ題目11］統合ナノシミュレーションシステムの

研究開発ナノ複合系設計の研究開発（外

部資金：科学技術振興費） 

［研究代表者］三上 益弘（計算科学研究部門粒子モデ

リング研究グループ）寺倉 清之（研究

コーディネーター） 

［研究担当者］三上 益弘、篠田 渉、森下 徹也、 

尾崎 泰助、森川 良忠、土田 英二、 

小谷 岳生（大阪大学）、寺倉 清之、 

小林 伸彦、中西 毅、橋本 保、 

大脇 創、Aryasetiawan, Ferdi、 

浅井 美博、池庄司民夫、石橋 章司、 

手塚 明、西村 憲治、石田 浩（日本

大学）、大淵 真理（富士通）、広瀬 賢

二（NEC）、宮本 良之（NEC）、 

杉野 修（東京大学）、矢花 一浩（筑

波大学）、信定 克幸（北海道大学）、小

山 敏幸（物材機構）、加賀爪明子（日

立）、佐々木直哉（日立）、毛利 哲雄

（北海道大学）） 

（職員16名、その他12名） 

［研 究 内 容］ 

 統合ナノシミュレーションシステムの研究開発 

 本課題では、非経験的分子軌道法、密度汎関数法、分

子動力学法、統計力学プログラムなどのナノシミュレー

タの統合方法に関する研究を行い、ナノサイエンス・ナ

ノテクノロジー分野の研究に広く利用できる統合ナノシ

ミュレーションシステムの開発を行うことをも目的とす

る。 

 平成15年度は、統合ナノシミュレーションシステムに

関する下記の研究開発を実施した。 

 非経験的分子軌道法：UTChem、密度汎関数法：

OpenMX、有限要素密度汎関数法：FEMTECK、分子

動力学法：MPDyn を対象にして、入出力データ形式の

調査研究を行い、統合ナノシミュレーションシステムの

統合データ形式の概念設計とシステム設計を実施した。

また、統合ナノシミュレーションシステム GUI の概念

設計とシステム設計を行った。 

ナノ複合系設計の研究開発 

 本課題では、量子細線、量子ドット、相分離型合金系

のナノサイズドメイン、などの個々の素材の安定性、形

成過程、および物性の解析を進めるとともに、それらの

素材を組み合わせたものや基板に埋め込まれた複合系の

機能（伝導、光応答、磁性など）の予測を可能とするた

めに、方法論開発、プログラム開発を行うことを目的と

する。 

 平成15年度は、下記の研究開発を実施した。 

(1) 第一原理電子状態計算（主として、FMO 法と第

一原理リカージョン法）の効率化と高機能化の研究

を実施した。 

(2) 複合系量子伝導現象の第一原理計算手法（主とし

て、半無限固体の扱いとリカージョン伝達法）の高

機能化の研究を実施した。 

(3) 光応答と電子励起による反応制御のための時間依

存密度汎関数法を開発した。具体的には交換相関核

の非局所理論の開発と、カーボンナノチューブなど

を対象としての光応答理論手法の検証を実施した。 

(4) Phase-Field 法をナノ組織化材料を扱えるように

拡張した。また、実用材料を対象としてその検証を

行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノシミュレーション、第一原理電子状

態計算、分子シミュレーション、ナノ材

料 

 

21○【生物機能工学研究部門】 
（Institute for Biological Resources and Functions） 

（存続期間：2002.9～） 

 

研究部門長：栗山 博 

副研究部門長：中村 和憲、澤田美智子 

総括研究員：巖倉 正寛、清水 隆、岡 修一 

 

所在地：つくば中央第6、北海道センター 

人 員：95（92）名 

経 費：1,268,671千円（891,409千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 本研究部門のミッションは、「微生物等、及びそ

のゲノム情報の機能解析により生物資源、遺伝子資

源の医薬を含む工業利用へのシーズ発掘及び有効活

用・産業化を図る」こと、及び「分子及び分子集合

体の構造と機能の解明及びその応用に関する技術、

細胞機能の解明、人為的操作に関する技術、及びポ

ストゲノムの解析に必要な各種ツール開発を行う」
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ことである。 

２．研究の概要 

 ヒトゲノム配列のドラフト発表に代表されるよう

に、様々な生物種のゲノム配列決定が相次いでいる。

このような状況下で特定の遺伝子の機能をいち早く

解析し知的財産権を確保する流れが先進諸国で加速

している。一方、近年の分子生物学的解析の進展に

伴い、地球上に生息する微生物の99%以上が未知で

あるとの推定がなされ、遺伝子資源の宝庫として微

生物が改めて注目されつつある。さらに、人類の持

続可能な発展のために、新規産業の創出はもとより、

既存産業分野においてもバイオテクノロジーの利用

拡大が強く希求されている。 

 このような認識のもとに、本研究部門では、“持

続可能な循環型社会の実現”を究極目標として、新

規生物資源（特に微生物資源）の探索・解析、ゲノ

ム情報に基づく有用遺伝子の探索、その発現産物で

あるタンパク質の機能解析、さらには生体分子・分

子集合体の機能解析を基礎とした分子・細胞レベル

での生物機能の解明を、ゲノム解析の成果を活用し

つつ、産業化を念頭に置き基礎から応用に至る研究

フェーズで行っている。具体的には、以下の6つの

重点研究課題を設定し、研究開発を進めている。 

１．生物遺伝子資源の探索・解析 

 自然生態系、人工生態系、共生系などの微生

物相解析を通した、各種生態系における微生物

機能の解明と、新規微生物遺伝子資源の開発 

２．遺伝子、細胞機能の解析・制御・利用技術 

 微生物、植物における遺伝子発現ネットワー

ク解明と有用物質生産への応用、細胞内プロテ

アーゼ群ネットワーク解析、生物時計分子機構

の解明 

３．蛋白質、核酸の構造・機能の解析・制御・利

用技術 

 RNA アプタマー創製、RNA-タンパク質相互

作用解析、配列空間探索によるタンパク質デザ

イン、不凍タンパク質の構造と機能相関解析、

タンパク質フォールディング機構の解明 

４．ゲノム情報を活用した高機能物質開発 

 遺伝子組み換え植物による機能性物質の生産

基盤技術開発、生理活性低分子ペプチドの探

索・利用、細胞内脂質合成、・輸送機構の解明、

新規微生物酵素の探索と進化分子工学による改

変、生物資源活用による高機能物質開発 

５．ナノバイオテクノロジー 

 新規バイオセンシング素子開発、高分子ナノ

微粒子の機能化と利用、脂質二重膜での分子認

識、金属ナノ粒子の創製と利用 

６．環境生物工学 

 複合微生物系の解析法と利用技術開発、生分

解性プラスチック開発、高分子素材の生分解性

評価 

 また、組換え生物の安全性評価やバイオ標準等、行政

ニーズの高い研究にも積極的に取り組んでいる。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・独立行政法人科学技術振興機構「ラビリンチュラ類海

洋微生物による富栄養化成分の除去技術の実験調査」 

 

・財団法人日立地区産業支援センター「平成15年度課題

対応新技術研究開発事業（バイオテクノロジーのため

の顕微鏡用温度・高精度位置制御ステージ技術に関す

る研究開発）」 

 

・財団法人北海道科学技術総合振興センター平成15年度

地域新生コンソシアム研究開発事業「機能性分子キャ

リアシステムによる植物経口ワクチンの開発」 

 

・財団法人北海道科学技術総合振興センター平成16年度

地域新生コンソシアム研究開発事業「突然変異誘発に

よる新規ヒト疾患モデルラットの作製」 

 

・独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター「微生物による昆

虫の生殖操作機構の解明と利用」 

 

・経済産業省科学技術総合研究委託費「海底熱水系にお

ける生物・地質相互作用の解明に関する国際共同研究

／熱水系地下生物圏の微生物群集の解明と生物資源の

獲得に関する研究 

 

・経済産業省試験研究調査委託費「マーカー遺伝子を導

入した組換え微生物の検出法の開発」 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）金

ナノ粒子集合の増強電場を利用する新規なマイクロア

レイ検出法の開発」 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）吟

醸酒製造用高エステル生産型酵母の開発」 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）エ

ンサイを原料とした血糖値上昇抑制製品の開発」 

 

・経済産業省中小企業産業技術研究開発委託費「地域中

小企業支援型研究開発（技術シーズ持込み評価型）豚

の妊娠検査診断試薬の開発」 
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・文部科学省科学研究費補助金「生物時計による性選択

の分子機構」 

 

・文部科学省科学研究費補助金「哺乳類における給餌性

リズム形成の分子機構に関する研究」 

 

・文部科学省科学研究費補助金「サイトカイン発現組換

え植物によるコンビネーションワクチンの開発」 

 

・文部科学省科学研究費補助金「抗 HCV を目指した新

機能性核酸の創製」 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援「組み換え植物を用

いた動物型糖脂質の生産」 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援「体内時計分子リン

酸化による分解機構の解明」 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援「ヒト－微生物共生

系の遺伝子解析及び利用」 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援「環境複合微生物の

迅速検出による環境質評価」 

 

・文部科学省若手任期付研究員支援「構造形成要素に基

づく蛋白質構築原理の解明」 

 

・北海道大学タンパク3000プロジェクト「遺伝子発現制

御に関する研究」 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構産

業技術研究助成事業費助成金「生物時計機構を利用し

た睡眠障害モデル動物の開発」 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「生物機能活用型循環産業システム創造プログラム 

環境中微生物の高精度・高感度モニタリング技術の開

発」 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「生物機能活用型循環産業システム創造プログラム／

植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発

／植物の物質生産プロセス制御基盤技術開発」 

 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラ

ム 早期診断・短期回復のための高度診断・治療シス

テム 心疾患治療システム機器の開発」 

 

発 表：誌上発表133（111）件、口頭発表379（82）件、

その他16件 

-------------------------------------------------------------------------- 
生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 
研究グループ長：鎌形 洋一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

１）生物遺伝子資源の探索・解析に関する研究 

 メタン発酵リアクター、水処理活性汚泥、熱水環

境、昆虫・動物内部共生体などを中心に新規微生物

資源の探索、ならびに分離培養を経ない手法による

微生物の多様性解析およびこれら微生物群の機能解

析に関する研究を行った。また、これまで全く培養

されてこなかったものの環境中で重要な役割を果た

していると思われる微生物群の純粋分離を行った。

このうちポリリン酸蓄積性微生物 Gemmatimonas 
aurantiaca は、我が国で初めて門レベルで新規な

微生物として単離に成功した微生物である。この他

にも亜門レベル、科レベルで新規な微生物の取得に

成功した。これらはいずれもメタン発酵系や熱水系

中の有機物分解に重要な役割を果たす微生物である

ことを明らかにした。またさまざまな昆虫細胞中の

内部共生体に関する研究を展開した。とくに雄殺し

にかかわるショウジョウバエ中に共生する微生物の

動態を解明した。 

２）環境生物工学 

 環境浄化と微生物の活動の関係を明らかにする目

的で、環境汚染物質分解微生物（群）の探索と挙動

解明を行った。すなわち、ダイオキシンを炭素源と

して完全分解する微生物の分解様式を解析した。ま

た、ジクロロフェノキシ酢酸類を分解する遺伝子群

が根粒菌に広く存在することを発見した。嫌気的な

有機物分解については、メタン回収型水処理リアク

ター内で重要な役割を担う微生物群集の解析を網羅

的に行った。絶対嫌気性微生物として世界で初めて

フタル酸類を分解する共生微生物系を得て、その生

理学的特性を明らかにした。また、微生物群集解析

を目的に微生物種（群）特異的な16S rRNA の迅速

定量法を開発した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．生物資源情報基盤研究 

２．有用物質解析 

３．RIO-DB（微生物資源化学分類情報 DB） 

 

遺伝子機能制御研究グループ 

（Gene Regulation Research Group） 
研究グループ長：進士 秀明 

（つくば中央第6） 

概 要： 
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 酵母、植物の環境情報に応答した遺伝子発現の制御

に関与する制御因子を網羅的に解析する技術を開発し

て、細胞の環境応答機能を制御する遺伝子を探索・同

定する。環境情報の認識から遺伝子の発現に関わる制

御遺伝子の機能を解析して、情報伝達と遺伝子発現ネ

ットワークを解明し、制御遺伝子の機能改変により細

胞機能を制御する技術を確立する。 

 酵母の転写因子遺伝子の発現制御における Gcr1p
の役割と生物学的意義を更に解析し、酵母のゲノム全

体での遺伝子発現頻度情報を DNA chip により解析す

ることにより、解糖系代謝経路を中心とした遺伝子の

発現の制御と発酵能との関係を解析した。植物の環境

応答を制御する制御因子の探索と解析を継続し、形質

転換植物を利用して転写因子の機能を解析した。タバ

コの完全長 cDNA クローンのライブラリーを構築し、

5,000クローンについて配列解析した。クラスタリン

グ解析を行い、約1,700の遺伝子を取得した。環境ス

トレスによる植物の成長抑制の機構を解析するため、

ストレスによる成長抑制に抵抗性を示す変異体をスク

リーニングした。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．植物細胞の環境応答の制御遺伝子の探索と機能解

析 

２．酵母の転写制御因子による統括的遺伝子発現制御

機構の解析と利用 

 

生物時計研究グループ 

（Clock Cell Biology Research Group） 
研究グループ長：石田直理雄 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 約24時間を周期とする生命活動の周期的変化のリズ

ムをサーカディアン（概日）リズムと呼ぶ。本グルー

プの研究戦略目標は、これら多様な生物時計の背後に

ある分子的基礎を、分子生物学、神経科学、生理学、

遺伝学、行動学、形態学などの基礎的研究手法により

総合的に研究し、知的基盤へ貢献することを第一の目

的とする。さらにこれら基礎的研究成果の中から産業

社会へ利用できるものを見出し、社会へ還元する。 

 末梢時計のリズム形機構が中枢とは異なることを見

出した。そこで末梢時計のリズム形成に関る遺伝子群

を網羅的に解析する目的で、時計変異マウスを用いて

肝臓で振動する遺伝子の網羅的解析を行った。その結

果、主に肝臓で clock に制御される100個の遺伝子群

を見出した。これらの中には細胞分裂、脂質代謝や蛋

白分解に関するものが見出されると共に機能未知のも

のも含まれた。（Journal of Biological Chemistry278, 
41519-41527(2003) 

 アナナスショウジョウバエの時計遺伝子 timeless 

(tim)のクローニングに成功し、この時計分子として

の機能を同定した。(GENE307.183-190（2003）) 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．生物時計研究 

 

機能性核酸研究グループ 

（Functional Nucleic Acids Research Group） 
研究グループ長：巌倉 正寛 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 生体内における RNA 分子の役割については 近そ

の重要性が再認識されている。当グループではその

RNA に焦点を当て、人工的な新しい機能を持った核

酸（新機能性核酸：RNA アプタマー等）を創出し、

その機能構造を明らかにし、遺伝子や蛋白質の人為的

制御法や、検出・診断の新素材として役立てることを

目的としている。また、天然に見られる RNA の果た

すユニークな現象に着目し、RNAi や RNA-RNA 結

合タンパク質相互作用の分子レベルでの解析とその応

用を目指している。 

 新規 RNA アプタマーの開発では、マウスプリオン

蛋白に対して創出したアプタマーを用い、脳ホモジネ

ート中のプリオン蛋白を検出できることを明らかにし

た。インフルエンザウイルス A 型サブタイプの HA
抗原を認識するアプタマーを創出し、これがウイルス

の細胞膜への融合を阻害することを明らかにした。ア

プタマーのチップ化への可能性を明らかにした。 

 ヒスチジン資化オペロンのアンチターミネーション

に関与する HutP 蛋白質とターゲット RNA 複合体の

X 線立体構造解析の結果、RNA-蛋白質の新しい結合

様式を見出した。 

 RNA の合成および分解に関与する蛋白質による

RNA の認識機構、機能発現の分子的基盤を解析する

ために、CCA 付加酵素および複合体の結晶スクリー

ニングと緊縮応答蛋白質の変異ライブラリーの作成を

進めた。in vivo の解析システムは in vitro のシステ

ムよりも簡便に活性残基の同定が可能であると期待さ

れる。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．新機能性核酸の創製  

２．新機能性核酸の分子認識機構の解明 

３．新機能性核酸の利用技術開発 

 

蛋白質デザイン研究グループ 

（Protein Design Research Group） 
研究グループ長：巖倉 正寛 

（つくば中央第6） 

概 要： 
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 我々が欲する機能を有する蛋白質を確実に創成する

ための技術としての配列空間探索による蛋白質デザイ

ンというコンセプトの実証研究と、デザインした蛋白

質利用としての配向制御固定化による生体外での蛋白

質利用技術開発研究を行っている。 

 配列空間探索による蛋白質デザイン手法の開発ため

には、網羅的1アミノ酸置換変異体の作製及びその特

性解析が必須である。前年度に引き続きジヒドロ葉酸

還元酵素と p-ヒドロキシ安息香酸ヒドロキシラーゼ

を対象に変異解析を進め、前者に関しては、135部位

について2000個以上の一アミノ酸置換変異体の作製を

完了すると共にその中から約1200個の変異体タンパク

質を分離精製均一化を完了した。また、その特性デー

タとして酵素活性、補酵素特異性、熱安定性などに関

し調べた。更に、ジヒドロ葉酸還元酵素の網羅的円順

列変異体解析から示されたフォールディングエレメン

トと名付けた配列単位の役割として構造形成能の獲得

（フォールダビリティ）を明らかにしてきたが、さら

に、この役割が構造形成初期反応において重要である

ことを明らかにした。後者に関しては、全てのシステ

イン残基およびメチオニン残基の部位について系統的

且つ網羅的に一アミノ酸置換全変異体の特性データを

利用コンビナトリアル変異戦略を開発実践することに

より、副反応低減の道を開いた。 

 デザインした蛋白質の生体外での利用技術の観点か

ら、低分子化合物と特異的に結合する機能性タンパク

質の創製及びその利用を目的とした研究を推進し、結

合のモニタリングを容易にするレポータタンパク質と

しての蛍光タンパク質を種々選択し、配列制御固定化

に向けた配列変換を行い、高効率で配列制御固定化を

可能とする改良タンパク質を用いて、固定化反応のモ

ニタリングと、反応条件の 適化を行った。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．蛋白質デザイン研究 

 ２．デザイン化蛋白質の特性解析研究 

 ３．蛋白質利用技術開発研究 

 

蛋白質ダイナミクス研究グループ 

（Protein Dynamics Research Group） 
研究グループ長：森井 尚之 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 タンパク質の局所構造を分類し、その統計解析から

局所構造の多様性を定量的に明らかにするために、高

速分類プログラムを開発した。本法により、公共デー

タベースに登録されている構造既知の全タンパク質を

解析対象として、タンパク質の仮想的な全構造空間に

対する実存局所構造の多様性を調べたところ、これら

の出現頻度がべき乗則分布に従うことを明らかにした。

また得られた分布形状は、用いた分類パラメータやサ

ンプリング順番にほとんど依存しないロバスト性をも

つことも明らかにした。 

 コイルドコイル構造に関わる局所構造性を解明する

ために、多数のフラグメント合成によりモータータン

パク質中のコイルドコイル性の高い領域と構造連続性

をほぼ解明した。特定の領域のペプチド鎖は濃度依存

性の挙動が単純な会合平衡ではない特異な構造形成に

関与していることや、またダイニンについて、長鎖フ

ラグメントの構造解析から分子内での逆平行型のコイ

ルドコイル構造形成を明らかにした。 

 βシートを含む構造をもつタンパク質を対象に、立

体構造形成の核となる局所構造の安定化機構解明をめ

ざして、多数のβヘアピン型フラグメント変異体の熱

転移挙動を解析した。その中には原型よりも数十度熱

転移温度の高い変異体を見いだした。この結果からβ

ストランド間の構造安定化に芳香族側鎖間の相互作用

が重要な役割を有していることが判明した。 

 タンパク質の周期的構造体であるアミロイドフィブ

リル形成性を有する20アミノ酸残基程度のタンパク質

構造部分を用いて、分子間の相互作用とパッキング様

式を変異体実験をもとに検討した。その結果、 も安

定で、かつフィブリル線維の周期性や固有サイズを合

理的に説明できるモデルとして、フィブリル軸垂直方

向へのシートスタッキングの傾斜ねじれモデルを提案

した。 

 構造形成過程における分子間の形態相互作用、特に

気液あるいは固液界面における液晶的集積の効果を、

DNA 分子を用いて明らかにした。この系に磁場効果

を適用することで分子鎖配向のそろった DNA 固体膜

の作成に成功した。 

 フラグメント分子軌道法（FMO）法と分子動力学

法（MD）の特長を併せ持つ、生体分子の電子状態の

記述に適用可能な、新しい量子分子シミュレーション

方法 ab initio FMO-MD 法の開発が進展した。本法

によって、分子の電子状態変化を考慮しながら生体分

子のダイナミクスをシミュレーションできる。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．タンパク質の局所構造形成および分子間構造形成

におけるダイナミクス研究 

 

酵素開発研究グループ 

（Enzyme Exploration Research Group） 
研究グループ長：三石 安 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本グループの研究目的は、新しい機能をもつ微生物

酵素とその遺伝子の取得、および理論設計及び進化分

子工学的手法により新規な特性をもつ酵素を創製し、
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生物遺伝子資源の確保と産業用酵素を開発することで

ある。この目的を達成するため、糖分解酵素、ラクト

ナーゼまたその遺伝子をクローニングし、大腸菌内で

の発現系の確立、立体構造解析等を行っている。また、

進化分子工学の一環として、好熱菌宿主を用いた蛋白

質の耐熱化を行なっている。 

 新規分離細菌 Paenibacillus KM21株から、2種類の

新しいキシログルカン特異的エンドグルカナーゼを単

離し、該酵素遺伝子のクローニングを行い配列を決定

した。遺伝子配列の相同性検索より、2つの酵素はそ

れぞれ、ファミリー5とファミリー74のグリコシダー

ゼに属することを明らかにした。また、大腸菌による

発現系を構築し、活性のある組換え蛋白質を取得した。

また、L-α-ヒドロキシグルタル酸γ-ラクトナーゼ

の精製、性状解析を行った。 

 高温バイオプロセス用の宿主として利用される好熱

菌 Thermus thermophilus において利用できるプラ

スミドベクターを開発した。とくに、今回開発したベ

クターは該好熱菌内で新たな薬剤耐性遺伝子を耐熱化

した遺伝子を含む。本プラスミドは宿主内において高

温化で自律複製するとともに大腸菌での複製も可能で、

新規シャトルベクターとして利用可能である。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．新しい微生物酵素の探索 

２．好熱菌宿主を用いた蛋白質の耐熱化 

 

脂質工学研究グループ 

（Lipid Engineering Research Group） 
研究グループ長：神坂 泰 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 微生物での脂質生産に関わる遺伝子を探索し、それ

らの有用遺伝子を再構築することによって、脂質生産

を人為的にデザインする系の開発をめざす。そのため

に、脂質蓄積に関与する蛋白質及び遺伝子を脂質蓄積

性の微生物や、遺伝子レベルでの解析が進んでいる出

芽酵母などで解析を進める。また、新たな脂質遺伝子

資源を有する微生物を自然界よりスクリーニングし、

その培養方法等の検討を行う。平成15年度は、以下の

成果が得られた。 

１．モルティエレラ属糸状菌の脂質蓄積部位であるリ

ピッドボディのサイズ及び脂質蓄積の変化と相関し

て、リピッドボディで活性が変化する蛋白質リン酸

化酵素として、カゼインキナーゼ I を同定し、その

遺伝子配列を決定した。 

２．出芽酵母 S. cerevisiae のリピッドボディ形成変

異株のうち、脂質含量が増加したもの18株について

変異挿入部位を検討し、15株について挿入遺伝子を

決定した。 

３．菌体内脂質の簡便測定法としてナイルレッド染色

蛍光測定法を確立し、それを用いたスクリーニング

により、脂質蓄積に影響を与える植物由来のテルペ

ノイド等6種を見出した。 

４．ラビリンチュラ類海生菌に、炭素繊維及び大豆レ

シチンを加えることにより、餌として他の菌を加え

なくても増殖し、高度不飽和脂肪酸を生産すること

を見出した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．脂質の生物生産の高効率化 

 

バイオセンシング技術研究グループ 

（Biosensing Technology Research Group） 
研究グループ長：水谷 文雄 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 オリゴシロキサン誘導体の二次元架橋化単分子膜を

LB 法により、直径数ミクロンの微小白金電極上に作

製した。電極周辺の絶縁部のガラスを疎水化処理する

ことで再現性良くシロキサン単分子膜の選択透過性機

能を活かした NO センサが構築出来ることを明らか

とした。また、この電極の NO 応答のレベル、妨害

物質（アスコルビン酸等）の抑制機能は1ヶ月以上変

動しなかった。選択透過性膜被覆マイクロ電極を再現

性良く、長寿命に渡って利用し得ることを示した 初

の例である。 

 自己組織化単分子膜の研究を進め、チオールに代わ

るセレノールの利用、赤外分光による膜構造解析等を

行った。 

 原子間力制御型電気化学顕微鏡を用いて、先に開発

したポリイオンコンプレックス中に酵素を固定化した

膜の評価を行った。トポ像と酵素反応生成物の濃度分

布増の同時解析から、酵素がアグリゲートした1ミク

ロン前後のドメインが点在する構造であることを明ら

かとした。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．バイオセンシング技術研究 

 

分子認識研究グループ 

（Molecular Recognition Research Group） 
研究グループ長：小高 正人 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 生体分子・細胞における分子認識機構の解明とナノ

バイオマシン創製のための各種ツール開発、ならびに

これらを用いた癌細胞転移機構等の解明を目指す。こ

のために、2種類の官能基を異方的に配置した新規高

分子ナノ微粒子の合成、各種の抗癌性白金錯体（シス
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プラチンおよびその誘導体）と DNA との錯体を認識

する細胞内親和性タンパク質の微粒子法による解析、

アルツハイマー病の原因物質と考えられているアミロ

イド－β－タンパク質の分子間相互作用と機能の関係

の解析、新規セレンリンカーを用いた生理活性ペプチ

ド固相合成、および癌転移機構に関わる細胞間相互作

用について検討した。 

研究テーマ： 

運営費交付金 

１．機能性ナノ微粒子の創製 

２．生理活性ペプチド合成及びペプチド分子間相互作

用の解析 

３．癌転移に関わる細胞間相互作用の解析 

 

複合微生物研究グループ 

（Microbial Community Research Group） 
研究グループ長：金川 貴博 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 複合微生物系は環境保全対策に広く用いられている。

当研究グループでは複合微生物系中の特定微生物の定

量方法の確立や、微生物相を解析する手段の確立のた

めの研究を行っている。研究方法は、DNA 解析を主

としている。当所で開発した DNA 解析方法を、医療、

食品など広い分野で使用することも目指している。 

１．産業廃水の処理に汎用されている活性汚泥法にお

いて、トラブルを起こす糸状性細菌の量を解析する

ための新しい手段の開発を行い、糸状性細菌量を解

析した。また、活性汚泥法によるリン除去における

微生物相の変化を研究した。 

２．特定の微生物が生態系に与える影響を評価するた

めのモデル生態系の構築を行い、その安定性を確認

した。 

３．複合微生物系から抽出した DNA を PCR で増幅

する際に発生する偏りの原因を追究し、これを明ら

かにした。 

４．当所で開発した DNA 解析方法の QP-PCR 法を、

遺伝子組換え大豆の定量に応用し、現在の公定法と

同精度であることを確認した。 

５．ヒトゲノム中の一塩基多型を解析するための新規

な方法を開発した。 

６．DNA 計測方法の標準化に協力するため、国際機

関から送られてきた DNA 試料の測定を行った。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．複合微生物系の解析研究 

 ２．DNA や RNA の新規測定技術の開発 

 ３．DNA 計測方法の標準化 

 

環境保全型物質開発・評価研究グループ 

（Environmentally Degradable Polymer Research 
 Group） 
研究グループ長：常盤 豊 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 糖鎖型およびエステル型の高機能高分子の開発：天

然に豊富に存在する糖を利用した高機能性高分子とし

て、開環重合してポリエステルを与えるモノマー

（MTC）と側鎖に糖を有するイソプロピリデングル

コフラノースとをラジカル共重合して、生分解性で主

鎖にエステル基、側鎖に糖を有する共重合体を得た。

ポリ L－乳酸とポリ D－乳酸から調製した高融点のポ

リ乳酸ステレオコンプレックスは、酵素により分解さ

れないことを見出した。 

 生分解性高分子素材の環境影響評価：系統的類縁関

係の明確な乳酸菌6属12種には、ポリエステル分解能

を示すものは見いだせなかった。ゴム分解微生物の特

性を把握するため、タイヤゴムの生分解性を詳しく検

討した。タイヤトレッドの微生物分解において、天然

ゴムからはイソプレンオリゴマーが、また合成ゴムか

らはブタジエンオリゴマーが生成することを明らかに

した。 

 生分解性高分子素材の処理技術の開発：放線菌

Kibdelosporangium 属の1菌株が、ポリ乳酸を強力に

分解することを発見した。この菌株は、使用後のポリ

乳酸廃棄物の処理に有望と思われた。ゴム製品の微生

物分解については、微生物の種類によって生育条件が

異なり、生育は遅いが比較的多量の分解中間体を蓄積

する微生物を見出した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．環境保全型物質開発・評価研究 

 ２．生分解性高分子素材の開発 

 

植物分子工学研究グループ 

（Plant Molecular technology Research Group） 
研究グループ長：松村 健 

（北海道センター） 

概 要： 

 植物の遺伝子組み換え技術を利用して、有用物質、

特に従来植物体が生産しない哺乳類の医療用蛋白質を

主に発現・生産可能な技術開発を目標に研究を進めて

いる。 

 鶏原虫病経口ワクチン素材の開発：従来遺伝子組み

換え大腸菌で生産・精製し注射型ワクチンとして利用

されている鶏の原虫病に対する経口ワクチン素材の開

発を目的として、鶏ロイコチトゾーン原虫病 R7抗原

遺伝子をジャガイモに導入した組み換えジャガイモを

作出した。この組み換えジャガイモも凍結乾燥葉を鶏

に経口投与した結果、血清中の抗体価の上昇を見いだ



研 究 

(372) 

し、経口ワクチン素材として有効であることを確認し

た。 

 新規植物ウイルスベクターによる有用物質生産：キ

ュウリモザイクウイルス（CMV）ベクターを用いて、

有用蛋白質をコードする遺伝子を実際にベクターに組

み込み、宿主植物に接種することにより、有用蛋白質

を植物体内で発現させることを試みた。 

 発現目的の蛋白質には、ヒトのインターロイキン1

レセプターアンタゴニスト（IL-1ra）を用いた。試

験管内で CMV ウイルスゲノムーIL-1ra 融合遺伝子

断片を調整し、これと同様に調整した CMV ウイルス

ゲノム RNA フラグメントを混合、温室で育成したベ

ンサミアーナに接種した結果、接種葉およびその上部

展開葉において明らかなモザイク症状が観察され、ウ

イルスが接種植物体内で増殖、全身移行していること

が判明した。この接種植物体の葉の磨砕液と抗 IL-
1ra 抗体を用いた ELISA、およびウエスタン法で IL-
1ra 蛋白質の発現も確認できた。以上のことから、本

CMV ベクターは、有用蛋白質を植物体内で発現・生

産させるのに有効なツールであることを明らかにした。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．経口ワクチンおよび診断・検出試薬生産系の開発 

 ２．植物ウイルスベクターの開発と利用 

 

遺伝子資源解析研究グループ 

（Genomic Resources & Environmental Adaptation 
 Research Group） 
研究グループ長：湯本 勳 

（北海道センター） 

概 要： 

 極限環境適応微生物の環境適応のキータンパク質の

遺伝子および構造と機能を解析し、環境適応機能との

相関性を解明する。それらの研究によって得られた情

報を微生物の生理機能の改変、タンパク質の高機能化

による産業利用に応用する。また極限環境における高

効率なエネルギー代謝機構を解明し、その機構を他の

微生物の代謝機能の改変および生物を用いた新たなエ

ネルギー生産系に応用する。 

１．新たに分離した過酸化水素耐性微生物は新種であ

ることが判明し、新種微生物として提案した。その

細 胞 抽 出 液 の カ タ ラ ー ゼ 活 性 は 25,000U/mg 
protein でこれまで知られている微生物の中で 高

の値で、大腸菌のものと比較して約560倍の活性値

を示す。 

２．絶対好アルカリ性細菌 Bacillus clarkii K24-1U
株から約6種類の脂肪酸側鎖を膜アンカーに持ち、

糖を含有する新規チトクロム c 複合体の精製および

その生化学的諸性質を明らかにした。この様な膜結

合性のチトクロム c は世界で初めての発見である。 

３．低温微生物 Cobetia marina L-2株を用いて低温

生育の要因を検討した結果、低温における速い生育

は低温で高い流動を示す膜脂質組成よりも、培地中

に多種類のアミノ酸が含まれていることがより重要

で、多種類のアミノ酸が含まれる培養条件下で5℃

付近に急に生育速度が上昇する温度域があることを

発見した。 

４．インジゴ還元微生物の単離に成功した。分子系統

解析を始め微生物分類学的な検討により、新種微生

物であることが判明した。本分離菌株は高アルカリ

環境下において植物抽出成分非存在下でインジゴを

還元出来る唯一の微生物である。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．遺伝子資源の探索および解析 

 ２．極限環境適応因子の解析研究 

 

分子環境適応研究グループ 

（Molecular Adaptation Research Group） 
研究グループ長：扇谷 悟 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループは、生物の環境適応機構を産業に利

用することを目的として、特に低温環境適応に関わる

遺伝子および脂質について研究を進めている。 

 酵母における低温適応遺伝子については、当グルー

プで開発した低温誘導発現系を利用して、いくつかの

タンパク質の生産を試みた。ターゲットとしては、大

腸菌発現系で生産させた際に不溶化するタンパク質、

および大腸菌には存在しない小胞体に局在するタンパ

ク質を用いた。その結果、前者については数種類のタ

ンパク質で可溶性発現に成功し、また、後者について

も従来の酵母発現系を大きく上回る生産効率を得た。

これらの結果より、我々が開発した低温誘導発現系は

大腸菌発現系や従来の酵母発現系において生産が困難

なタンパク質を生産できることがわかった。 

 未利用水産資源を利用した高度不飽和脂肪酸の生産

においては、イカゴロから作製した培地を用い、ジャ

ーファーメンターでの培養を試みた。さまざまな条件

検討を行ったのち、 終的に、大量生産のパイロット

スタディとして、40L スケールの培養での生産を行っ

た。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．分子環境適応研究 

２．海洋有機物からの生体機能物質再生利用技術− マ

リンコンビナート 

 

蛋白質構造研究グループ 

（Functional Protein Research Group） 
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研究グループ長：津田 栄 

（北海道センター） 

概 要： 

 不凍蛋白質など独自探索の未知・未利用の機能性蛋

白質群を研究対象として、それらのアミノ酸配列や遺

伝子配列の決定、性能評価、そして構造と機能の相関

解明に関する研究を行った。特に、不凍蛋白質が有す

る氷菓子類、穀類、めん類、野菜、果実、種子、食肉、

魚介類、加工食品、医療品、診断薬、試薬、化粧品、

血液、精子、卵子、細胞一般、移植臓器などの含水物

に対する凍結品質維持効果を検証する目的のために、

水とインクを成分とする水溶液系に関する不凍蛋白質

効果の基礎データを取得した。この実験のために北海

道魚類のすり身からの不凍蛋白質大量精製手法を開発

した。更に、同蛋白質の氷結晶結合能力を調べるため

に必要な高精度の水溶液凝固点測定システムを開発し、

特に機能が注目される不凍蛋白質アイソフォームに関

してはこれの遺伝子工学的発現と高純度精製を行い、

核磁気共鳴法と X 線結晶構造解析法を用いた3次元分

子構造解析に関する研究をおこなった。得られた研究

成果の知的財産化（特許出願）も積極的に進め、さま

ざまな生活と産業の分野において蛋白質の応用を実現

するための基礎を構築した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．未知・未利用不凍蛋白質の探索とアミノ酸配列の

決定 

２．3次元構造解析に基づく高機能型不凍蛋白質の遺

伝子発現 

３．産業用酵素の X 線結晶構造解析 

 

遺伝子発現工学研究グループ 

（Proteolysis and Protein Turnover Research 
 Group） 
研究グループ長：田村 具博 

（北海道センター） 

概 要： 

 研究目的：細胞内のタンパク質の合成機構と分解機

構の研究をもとに、微生物を宿主とした組換えタンパ

ク質生産技術の開発及び高等動物由来新規生体分子マ

ーカーの検索とその利用技術の開発を行う。 

 研究手段：放線菌の一種であるロドコッカス属細菌

を利用した宿主— ベクター系の開発を行う。ユビキチ

ン化タンパク質を特異的に精製可能なモノクローナル

抗体を利用しユビキチン化タンパク質の精製を行う。 

 方法論：組換えタンパク質生産技術は、多様な発現

系が構築できるように、誘導型と構成型の両プロモー

ターを開発し、それぞれを異なる複製開始起点を持つ

プラスミドに組込んだ大腸菌－ロドコッカス属細菌シ

ャトルベクターを構築する。本ベクターを利用する事

で単一のタンパク質発現から複数のタンパク質を供発

現可能な系の構築を行う。ユビキチン化タンパク質の

精製技術開発は、モノクローナル抗体をセファロース

やアガロースに固定化した精製担体を作製し、該担体

を用いて動物組織や培養細胞由来粗抽出液からのユビ

キチン化タンパク質回収を行う。 

研究テーマ： 

運営費交付金 

１．放線菌を宿主とした組換えタンパク質生産系の開

発 

２．細胞内タンパク質分解機構の解析 

 

生物資源高度利用研究グループ 

（Bioresources Utilization Research Group） 
研究グループ長：加我 晴生 

（北海道センター） 

概 要： 

 循環型社会あるいは環境調和型社会を構築していく

ためには、バイオマス、糖類、生体触媒など再生可能

な生物資源をグリーンな化学原料として利用、開発す

ることが必須である。生物資源の高度利用技術による

機能性物質の開発を目的とし、主にバイオマスの新規

熱分解法による有用物質の生産、糖含有機能性物質の

開発、生体触媒による光学活性体の合成技術を検討し

た。比較的セルロース純度の高いセルロース系資源を

マイクロ波加熱を用いた新規熱分解法によりレボグル

コサン（無水グルコース）を10%以上の収率で生産で

きることを明らかにした。セルロース系資源から得ら

れる糖類を用いて糖含有高分子（末端をシクロデキス

トリンで修飾したポリスチレンおよびシクロデキスト

リンをコアとする7本のポリスチレン鎖を有するスタ

ー型ポリマー）を合成した。それらの親水性、疎水性

の機能を明らかにし、これらが会合機能を有すること

を見いだした。また、ポリスチレン鎖にホスホリラー

ゼを作用させ、糖鎖を伸長できることを明らかにした。

さらに、無水糖類を用いて天然には存在し得ない多分

岐状の合成糖鎖ポリマーに誘導できることを見いだす

と共に生物資源である生体触媒を用いて新に4種のア

ミノアルコール類を光学活性体に誘導できることを明

らかにした。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．生物資源高度利用研究 

 

ナノバイオテクノロジー研究グループ 

（Nano-biotechnology Research Group） 
研究グループ長：鈴木 正昭 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループは生体物質の生産、分離、センシン
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グへの応用を目的として生体物質の2次元位置選択的

配列、ナノ粒子の合成と表面修飾技術を研究している。 

 ガラスやシリコン基板表面をシラン化合物で修飾し、

シラン化合物層を真空紫外光（VUV）でエッチング

して除去することにより、シラン化合物層のパターン

を形成し、その後表面修飾を施してタンパク質を結合

させることによってタンパク質のパターンを作成する

ことが出来た。今後シラン化合物層の形成条件、真空

紫外光によるエッチング条件を詳細に検討すると同時

に神経細胞配列等へこの技術を応用する。 

 タンパク質の相互作用解析を目的として磁性粒子の

表面修飾を行った。磁性粒子を実際のタンパク質解析

に用いるためには粒子の溶液中での分散性と磁性相互

作用の両方が重要である。いくつかの粒径の磁性粒子

について実験した結果、サブミクロン程度の大きさの

ニッケル粒子が適当な分散性と磁性相互作用を持つこ

とがわかった。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．ナノバイオテクノロジー研究 

 

沖縄亜熱帯バイオ連携研究体 

（Collaborative Research Team for Okinawa 
 Subtropical Biotechnology） 
研究グループ長：丸山 進 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 沖縄産亜熱帯植物の生理活性評価の研究を行い、ク

ミスクチン（別名ネコノヒゲ）抽出物及びそれに含ま

れるポリフェノール（ロズマリン酸）に膵臓β細胞

（RINm5F）のインスリン分泌を促進する活性を見出

した。血糖値上昇抑制の機能性食品は殆どが糖の分解、

吸収を抑制する作用によりものであり、ポリフェノー

ルがインスリン分泌を促進することはあまり知られて

いない。ロズマリン酸は cAMP ホスホジエステラー

ゼを阻害し、細胞内 cAMP 濃度も上昇傾向を示した

ことから、これがインスリン分泌促進効果の一因と推

定される。 

 一方、前年度に見出したコラーゲン由来の血圧降下

ペプチドのうち Gly-Pro 及び Gly-Phe-Hyp-Gly-Pro
は、高血圧ラットに単回経口投与すると、血圧降下作

用が24時間持続すること、さらにコラーゲン加水分解

物の二ヶ月間長期自由摂食による持続的血圧降下作用

を確認した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．高機能物質開発 

総括研究員：清水 隆、 

部 門 付：川崎 一則 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 光学顕微鏡・電子顕微鏡等の高度利用により、細胞

活動の分子機構の解明と応用を目指す。分子レベルか

ら、細胞骨格・オルガネラのレベル、単一細胞レベル、

細胞集団レベルまでの各階層で、動的パラメータの高

精度解析法を開発する。細胞機能発現を細胞内分子プ

ロセスから理解しその利用・制御などへ応用する。 

１．急速凍結レプリカ電顕法で得た細胞膜の膜内粒子

の精密画像から、細胞内の膜タンパク質分子の分布

変化を解析した。また、イオンチャネルなど精製膜

タンパク質の電顕観察を行った。 

２．アメーバ運動の基本的モードを示す魚類表皮細胞

で薬剤応答を解析し、仮足伸長制御へのタンパク質

リン酸化の関与を明らかにした。また、細胞性粘菌

の遺伝子操作変異株 amiB の動態解析を可能にした。 

３．細胞集団の形態形成における細胞骨格系の役割を

知るため、細胞性粘菌の細胞骨格系変異体を野生株

と混合発生させた。変異体細胞は野生株細胞と協調

して運動できず、この一部細胞が集合体別部位の形

態形成に影響することを示した。 

３．細胞運動を司る分子モータータンパク質の構造を

ペプチド合成と分光学の観点から解析した。分子モ

ーターncd の ATP 結合による局所的構造変化を明

らかにし、また、アルファヘリカルコイルドコイル

形成領域につき、多種のペプチドを合成しそれらの

二量化能を評価した。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．細胞ダイナミクスの解析・利用に関する研究 

部門付：丸山 明彦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 特定の微生物や遺伝子等の検出・定量法の開発を通

し、分子・細胞レベルでの微生物生態系解析手法や環

境診断手法の効率化や高度化を進めるとともに、新し

い微生物現象の発見や生物・遺伝子資源の探索・開発、

環境影響評価、安全性評価等への応用を図ることを目

的とした。今年度は、水圏微生物試料を対象に各種の

定量的な微生物相解析手法を比較検討することに取り

組むとともに、これまで水圏試料を対象に確立した相

対分子定量法を堆積物試料へも適用可能にするため試

料調製法等の検討を進めた。また、沿岸から海底熱水

地下生物圏に至る様々な環境中より新しい微生物系統

群を見出すとともに、その多様性の特徴解明を進めた。

石油汚染環境や極限環境の指標微生物等については、

新たに見出した新規微生物系統群に対する特異的な検

出ツールの開発を図り、環境診断や環境影響評価に応

用するための基盤整備を進めた。また、熱水地下生物

圏探査に不可欠な微生物試料採取に関わる新しい方法

や装置の開発、導入を進めるとともに、微生物・遺伝
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子資源の探索や解析、利用に向けた研究を所内外と共

同で実施した。この他、各種微生物保存菌株を対象に

長期安定保存に関わる問題点の検証を進めた。酵母

DNA やヒト培養細胞、植物病原菌等を対象にマイク

ロアレー法の活用を図るとともに、環境汚染物質の早

期検出、早期診断を目的とし、引き続き本手法の適正

化や標準化を進めた。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

 １．分子生態解析研究 

部門付：小松 康雄 

（北海道センター） 

概 要： 

 DNA の構成成分である2’-デオキシグアノシンの

1位の窒素原子を炭素原子に置換した、新規核酸誘導

体1-デアザ-2’-デオキシグアノシンの化学合成法を

開発した。本誘導体を導入した鋳型 DNA および2’-

デオキシグアノシングアノシンの5’-トリリン酸体を

用い、DNA ポリメラーゼによる取込みへの影響を調

べた。それにより、グアノシンの1位の窒素原子が、

DNA ポリメラーゼによる重要な認識部位であること

を明らかにした。 

 一級アミノ基の近傍にナフタレンなどの芳香族基を

導入した新規アミノ化試薬を開発した。このアミノ化

試薬によってアミノ化されたオリゴヌクレオチドは、

芳香族基の疎水性によって効率よく逆相カラムによっ

て精製できることを示した。さらに、アミノ基の反応

性が芳香族基との距離に依存することを明らかにした。

これによりオリゴヌクレオチドプローブの蛍光色素な

どとの反応性、ならびに固相基板上への固定化効率を

上昇させることが可能となった。 

研究テーマ： 

 運営費交付金 

１．DNA ポリメラーゼの基質認識機構の解析を目指

した新規核酸誘導体の合成 

２．新規アミノ化修飾試薬の開発 

 

３）研究系 
①【人間系特別研究体】 
（Special Division for Human Life Technology） 

（存続期間：2001.4.1.～2004.3.31） 

 

研 究 系 長：田口 隆久 

副研究系長：湯元 昇 

総括研究員：湯元 昇 

 

所在地：関西 

人 員：32（31）名 

経 費：587,117千円（297,934千円） 

 

概 要： 

 産総研関西センターに配置されるライフサイエンス

系の基盤的研究を担当する。特に、融合と連携をキー

ワードとした研究開発の推進に努める。前者の「融

合」に関しては、バイオ関連の先端研究を推進すると

ともに高分子科学系の研究との融合を図り、新たな技

術分野の確立に努める。また、関西センターが、ポス

トゲノム研究を意識した「細胞・組織、あるいはさら

に高次な構造機能」に着目したライフサイエンスを指

向していることと対応した細胞機能の計測・操作技術

への研究展開を重視する。後者の「連携」に関しては、

外部機関との共同研究・技術指導・受託研究を積極的

に進めることにより、新産業創生につながる産学官連

携研究の要となって活動する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 細胞内ネットワークのダイナミズム解析技

術開発事業「生体分子標識技術開発のうち生物系素材を

基にした発光・蛍光プローブの開発」（31,300千円） 

 

経済産業省 中小企業産業技術研究開発委託費「細胞内

翻訳後修飾モニターのための灌流培養型色識別発光測定

システムの構築・分泌型 BRET プローブ用モニター配

列の検討」（17,900万円） 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

「エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 新型有機

熱電材料の研究開発」（69,000千円） 

 

財団法人京都高度技術研究所 平成15年度地域新生コン

ソーシアム研究開発事業「バイオマス繊維／生分解プラ

スチックの界面制御型複合材料の開発」（3,724千円） 

 

株式会社自然総研 平成15年度地域新生コンソーシアム

研究開発事業「N-アセチルグルコサミン生産用酵素製

剤の効率的生産方法の開発」（4,095千円） 

 

株式会社けいはんな 平成15年度地域新生コンソーシア

ム研究開発事業「バイオマスを原料とした省エネルギー

型新規生分解性プラスチック材料の開発」（2,100千円） 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「生分解性プラスチックの適正使用の

ための分解菌データベース作成に関する研究」（19,685

千円） 

 

財団法人和歌山テクノ振興財団「細胞培養用キトサンハ

イドロゲルの調製」（790千円） 
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大阪大学 タンパク3000プロジェクト「結晶化に関する

研究」（8,746千円） 

 

財団法人大阪科学技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業（ポストゲノム解析用マイク

ロ HPLC の開発）（527千円） 

 

財団法人大阪科学技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業「新規リボン型デコイ核酸の

技術開発」（718千円） 

 

財団法人大阪科学技術センター 平成15年度地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業（バイオ医薬デザイン用の高

精度生体高分子機能予測システムの開発）（1,959千円） 

 

財団法人化学技術戦略推進機構「マイクロカプセル調製

技術の体系化とインテリジェント化」（3,200千円） 

 

文部科学省 科学技術振興調整費「産総研ナノバイオ分

野人材養成ユニット」（90,735千円） 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続）「細胞の品

質管理機構による新規人工蛋白質のスクリーニング」

（14,990千円） 

 

文部科学省 若手任期付研究員支援（継続）「新規遺伝

子発現制御系・光スイッチの開発」（15,047千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ホタルのルーツを求め

た中国雲南省の発光甲虫生態調査」（2,600千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「発光生甲殻類分布海域

を指標とした地球温暖化評価」（1,300千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「グルタミン酸輸送タン

パク質（EAATS）の制御分子開発」（1,500千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「脳由来神経栄養因子

（BDNF）の1塩基多型（SNP)の分子神経生物学」

（1,100千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「骨格筋不死化細胞に由

来する筋知覚神経軸索伸長因子の解析とクローニング」

（1,300千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ディスコティック液晶

の単分子膜による配向制御とナノ構造」（1,100千円） 

 

文部科学省 科学研究費補助金「表面プラズモン励起増

強蛍光分光法で観測する超薄膜表面」（600千円） 

発 表：誌上発表50（48）件、口頭発表196（52）件、 

その他6件 

-------------------------------------------------------------------------- 
動的構造機能制御研究グループ 

（Biomolecular Dynamics Research Group） 
研究グループ長：湯元 昇 

（関西） 

概 要： 

 蛋白質の動的構造形成過程の制御技術として、αへ

リックス形成性ペプチドに光感応基を導入した光制御

ペプチドを用いて構造形成反応を追跡した。αヘリッ

クス形成性ペプチドの主鎖にニトロベンジル基を導入

すると完全にランダム構造を示したが、光照射により

αヘリックス構造を回復した。このような光によるペ

プチドの構造変換の例は世界初である。また、重要な

細胞機能を担っている、精子活性化ペプチド、アミノ

酸トランスポーター、運動蛋白質などの制御分子に光

感応基を導入し、これらの機能を光で制御する技術を

確立した。さらに、光機能制御精子活性化ペプチドを

用いて精子活性化の初期機構を解析した。 

 機能蛋白質の立体構造形成過程、特に蛋白質の構造

形成の失敗による繊維状化過程について、グループで

立体構造を解析した CAD ドメイン（細胞死に関与す

る蛋白質に見られる構造単位）を用いて、繊維状化を

制御する技術を検討した。 

 酵母の分泌系を品質管理システムとして用いた品質

管理機構スクリーニングにより、免疫グロブリンなど

の有用蛋白質の S-S 結合に置き換わって安定な構造

を形成できる変異体を作製した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

精密構造解析研究グループ 

（Protein Finestructure Research Group） 
研究グループ長：安宅 光雄 

（関西） 

概 要： 

 重点課題である「有用蛋白質機能解析」中「高品位

結晶作製と超好熱菌蛋白質解析」に大部分の努力を集

中した。すなわち超好熱菌2種のゲノムが全解読され

ているので、そのゲノム情報を 大限活用して有用蛋

白質の遺伝子を取得し、機能解析し、知財化して 終

的には産業に結びつけることを目指している。超好熱

菌 Pyrococcus horikoshii の遺伝子のうちアミノペプ

チダーゼ（デブロッキングという特異で産業応用でき

る活性を有する）3種、チオレドキシン（酸化ストレ

ス除去関連）、エンドグルカナーゼ（多糖類分解に使

える）について、また別の超好熱菌 Aeropyrum 
pernix 遺伝子のうちシステイン合成酵素（システイ

ンが合成できる）、グリセロール-1-リン酸脱水素酵素

（耐熱性の高いエーテル脂質を合成し、また市販され
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ていない試薬の製造に使える）、チオレドキシン関連3

種（酸化ストレス防止ができる）について、それぞれ

大腸菌を用いた発現を行って機能解析した。新たに活

性があることを確認できた部分のすべてについて物質

特許を出願した。また立体構造を決定するため結晶化

を進めている。磁場の中で、核酸代謝関連の蛋白質の

品質が大幅に向上することを見いだし、また、X 線ト

ポグラフに現れるリゾチーム結晶中の歪みが上向き磁

化力を印加すると減少し下向き磁化力を印加すると増

加することを明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

細胞機能操作研究グループ 

（Cell Dynamics Research Group） 
研究グループ長：近江谷克裕 

（関西） 

概 要： 

 多様な細胞機能を指標とした創薬、或いは一塩基多

型 SNP 情報を基盤としたテーラーメイド医療システ

ムの基盤となる細胞機能可視化技術の開発を行った。 

１）青、緑、橙、赤色発光タンパク等の哺乳類細胞内

での発現を 適化、発光色の違いを利用し、細胞内

における複数の遺伝子発現を同時に測定することに

成功、複数時計遺伝子の同時解析を試みた。 

２）発光・蛍光エネルギー移動型分子プローブにより、

生細胞状態を保持したまま細胞外でタンパクプロセ

ッシング過程を可視定量化に成功した。 

３）SNP 情報に準じた神経栄養因子－蛍光タンパク

を作成、時空間解析を行い、一分子置換と細胞機能

の相関を明らかにした。 

４）プロスタグランジン E 合成酵素-蛍光タンパクを

作成し、培養細胞における本タンパクの細胞内局在

及び動態を明らかにした。 

５）発光性渦鞭毛藻青色発光タンパクを哺乳類細胞で

発現させた。あた、ホタル発光タンパクと同時発現

させた場合、2つの遺伝子発現を同時解析できた。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

ニューロニクス研究グループ 

（Neuronics Research Group） 
研究グループ長：田口 隆久 

（関西） 

概 要： 

 神経突起伸長促進因子およびその関連分子を発見し、

その作用機構を解明することにより神経回路を再接続

する技術を開発する。また、神経電極、人工筋肉制御

等に必須な情報認識変換分子システムデバイスの実現

に資することを目的としたシナプス情報伝達制御機構

の解明とその応用によるシナプス再接続制御技術を開

発する。 

 神経突起伸長活性を有する蛋白質については、近年

多数報告されてきているがそれらは in vitro の活性が

主であり、生体内での活性まで解明したものは少ない。 

 当該研究グループが発見した2種の蛋白質（ニュー

ロクレシン、MDP77）は、ラットを用いた動物実験

に供され、切断した座骨神経の100%再接続を確認し

た。これは応用への一歩前進である。また、神経を繋

ぐ技術に重要なシナプス伝達解析に関しては、その可

塑的変化の分子機構が世界の研究の中心であるが、こ

れに関し、活動依存的にグルタミン酸受容体のサブユ

ニット構造が変化することをパッチクランプ単一チャ

ンネル解析であきらかにした。この知見と神経回路に

おける構造変化との関連についても解析が進んでいる。

この回路解析にはこれまで用いてきたガラス電極によ

るパッチクランプ法に加え、二次元回路特性を一度に

解析できる多点計測系を開発し、これに必要なソフト

ウェアを検討している。さらに、神経回路の形成を生

きた動物の中で解析可能なシステムを、メダカを用い

て開発中である。これは、従来のラット、マウスを用

いた動物実験に比較してメリットが多く、迅速スクリ

ーニング系に発展する可能性を秘めている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

メソフェーズ工学研究グループ 

（Mesophase Technology Research Group） 
研究グループ長：清水 洋 

（関西） 

概 要： 

 電荷移動パス構築のための新規な液晶材料の開発及

びこれらの新機能性液晶を用いたポリマーデバイス実

現への基盤研究として配向制御に関する新規なアプロ

ーチを引き続き実施、100ミクロン幅の一様配向ドメ

インの形成に成功した。一方、その電荷移動パスとな

る液晶半導体研究では分子運動性の制御による 適化

という従来とは異なるコンセプトをベースに、疎フッ

素・親フッ素効果や水素結合相互作用等分子間の特異

的相互作用を考慮した新規液晶を合成、その液晶性を

解明してきた。更に、それらのカラムナー液晶相にお

ける電荷移動度計測に取り組み、それらが従来の電荷

移動度を保持したまま液晶相の安定化を実現できるこ

とを見出した。特にデバイス応用上重要な自発的ホメ

オトロピック配向性が導入したフルオロアルキル基の

鎖長の増加により増強されることを見出した。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

刺激応答材料研究グループ 

（Dynamic Materials Research Group） 
研究グループ長：田口 隆久 

（関西） 

概 要： 
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 人間系においては、ライフサイエンス研究と高分子

材料研究を融合させ、人間の自立した生活に役立つよ

うな技術、材料、システムの開発に資するバイオエン

ジニアリングの研究推進を指向している。このグルー

プには、有機合成や高分子挙動解析等に優れた資質と

実績を有する研究者が結集しており、この研究者を組

織化して本当に役に立つ刺激応答材料の開発を目指す。 

 人工筋肉関係の研究ではすでにその方向で成果が出

始めており、また、センサー材料としての可能性も大

きい。さらに、ウェット系である生体組織と人工材料

とのインターフェース（例えば神経電極）の開発に役

立つような有用機能性材料の開発が大きな目標である。 

 これらの開発により、単なるデスクトップ上の成果

ではなく、人間に実際に役に立つ技術を確立し、医療

福祉等を中心とした分野での新たな切り口を見いだし

てゆく。人工筋肉（高分子アクチュエーター）技術に

関わる研究開発では世界的にも注目されており、国際

学会の招待講演や海外でのセミナー参加により一層の

広報活動を行った。また、この技術を実用化すべく設

立した産総研ベンチャー会社からは、世界で初めて

我々の開発した高分子アクチュエーターが商品として

売り出された。一方、有機合成関係でも、その合成技

術は高く評価されており、無機有機複合体技術を駆使

して光で放出制御可能な多孔性シリカナノ材料の開発

とその高度化に成功した。さらには、2次元パターン

化生体膜模倣システムの研究はバイオ研究と融合化の

フェーズに至っている。センサーや生体機能模倣を目

指した研究を進めているところである。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

グリーンバイオ研究グループ 

（Green Biotechnology Research Group） 
研究グループ長：相羽 誠一 

（関西センター） 

概 要： 

 循環型社会では生物資源の有効利用と生分解性材料

のリサイクルが重要な技術となる。当グループにおい

ては、天然多糖のキチン及びキトサンの化学（化学修

飾、酵素分解）を基盤にそれらの各種誘導体やオリゴ

糖の調製、それらの生物活性の探索、医療福祉材料へ

の応用などの研究を進め、「機能性糖鎖高分子」を開

発していく。また、生分解性プラスチックの普及を図

るべく、分解挙動及び分解菌に関するデータベースの

構築を目指すとともに、リサイクル性あるいは機能性

を有する「新規生分解性高分子」の開発を進めていく。 

 具体的な研究計画として、 

１）キチンから変形性関節症の改善や美肌効果のある

N-アセチルグルコサミンを酵素法で生産する技術

を開発する。従来法に比較して環境低負荷で生産で

きる技術が開発される。 

２）土壌中での分解予測の基礎データを得るため、生

分解性プラスチックを分解する分解菌の分離、同定、

分解挙動解明を行い、分解菌データベースを作成す

る。この種のデータベースは世界初で、生分解性プ

ラスチックの普及を促進する。また、未利用非木質

繊維である竹繊維と生分解性プラスチックとの複合

材料製造のための添加剤の効果について解明する。

新規生分解性プラスチックとして生分解性ポリアミ

ドであるポリ（2-ピロリドン）の分子量と物性を改

良するために機能性開始剤を用いて2-ピロリドンを

重合し、ブロック型ポリアミドを合成する条件を探

索する。さらに、酵素合成グルコースポリマーの生

分解性について検討する。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］蛋白質の動的構造機能制御技術と高機

能化、安定化技術の研究開発 

［研究代表者］湯元 昇（人間系特別研究体動的構造機

能制御研究グループ） 

［研究担当者］達 吉郎、茂里 康、上垣 浩一、 

中村 努、萩原 義久 

（職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 蛋白質の機能発現に重要な動的な立体構造形成過程を、

蛋白質全体の解析手法とペプチドを用いたモデル系解析

手法を併用して研究することにより、蛋白質の立体構造

と機能を自在に制御する技術と、高機能蛋白質を効率よ

く生産する技術を開発することを目標とする。ポストゲ

ノム時代に必須な蛋白質の立体構造と機能を解析するた

めの新しい手法の開発であり、国際的にも極めてユニー

クなものである。 

「平成15年度計画」 

１）蛋白質の動的構造形成過程の制御技術の開発と機

構解析 

 光制御ペプチドを用いて構造形成反応を追跡し、

構造形成機構を解析する。また、蛋白質の構造形成

の失敗による繊維状化過程を制御する技術を検討す

る。 

２）蛋白質の機能の制御技術の開発 

 重要な細胞機能を担っている機能蛋白質を細胞レ

ベル、分子レベルで制御する技術を確立する。 

３）蛋白質の高機能化、安定化技術の開発 

 有用蛋白質の S-S 結合に置き換わって安定な構

造を形成できる変異体を作製する。 

「平成15年度進捗」 

１）蛋白質の動的構造形成過程の制御技術の開発と機

構解析 

 αへリックス形成性ペプチドに光感応基を導入し

た光制御ペプチドを用いて構造形成反応を追跡した。

αヘリックス形成性ペプチドにニトロベンジル基を



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(379) 

導入し、円二色性スペクトルを測定したところ、完

全にランダム構造を示したが、光照射によりαヘリ

ックス構造を回復した。このような光によるペプチ

ドの構造変換の例は世界初である。また、機能蛋白

質の立体構造形成過程、特に蛋白質の構造形成の失

敗による繊維状化過程について、グループで立体構

造を解析している CAD ドメイン（細胞死に関与す

る蛋白質に見られる構造単位）を用いて、繊維状化

を制御する技術を検討した。 

２）蛋白質の機能の制御技術の開発 

 重要な細胞機能を担っている、精子活性化ペプチ

ド、アミノ酸トランスポーター、運動蛋白質などの

制御分子に光感応基を導入し、これらの機能を光で

制御する技術を確立した。また、光機能制御精子活

性化ペプチドを用いて精子活性化の初期機構を解析

した。 

３）機能蛋白質の高機能化、安定化技術の開発 

 酵母の分泌系を品質管理システムとして用いた品

質管理機構スクリーニングにより、免疫グロブリン

などの有用蛋白質の S-S 結合に置き換わって安定

な構造を形成できる変異体を作製した。この結果に

より、本スクリーニング方法の汎用性が実証され、

産業応用への見通しを世界ではじめて得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、構造形成、機能制御、ケージド

化合物 

 

［テーマ題目２］高品位結晶作製と超好熱菌蛋白質解析

に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］安宅 光雄（人間系特別研究体精密構造

解析研究グループ） 

［研究担当者］安宅 光雄、石川 一彦、山野 尚子 

（職員3名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究グループでは運営費交付金を使用した研究を主

として行い、重点課題である「高品位結晶作製と超好熱

菌蛋白質解析」に大部分の努力を集中した。 

研究目的はポストゲノムの大きな課題である、ゲノム情

報を 大限活用した有用蛋白質遺伝子の取得、その機能

解明、知財化であり、同時に蛋白質結晶を利用した構造

解析による精密立体構造の決定である。研究手段と方法

論としては、遺伝子工学と分子生物学とバイオインフォ

マティクスを 大限活用し、全解読された超好熱菌2種

類のゲノム情報から、産業上有用と期待される遺伝子を

取得する。その遺伝子を大腸菌などで発現させて遺伝子

のコードする蛋白質を取得し精製する。精製した蛋白質

に期待した活性や機能があるか、また正確な基質特異性

や補酵素要求性、至適温度、至適 pH などを明らかにす

る。これらの研究により知的財産化が可能になる場合に

は特許出願する。さらに結晶化を行い X 線構造解析の

手段を用いて立体構造を決定する。結晶化は大切である

にもかかわらず未解明の部分が多いので、その体系化に

も努力する。 

 年度進捗は概要の部分でも触れたが、超好熱菌

Pyrococcus horikoshii の遺伝子のうちアミノペプチダ

ーゼ（デブロッキングという特異で産業応用できる活性

を有する）3種、チオレドキシン（酸化ストレス除去関

連）、エンドグルカナーゼ（多糖類分解に使える）につ

いて、また Aeropyrum pernix 遺伝子のうちシステイン

合成酵素（システインが合成できる）、グリセロール-1-

リン酸脱水素酵素（耐熱性の高いエーテル脂質を合成し、

また市販されていない試薬の製造に使える）、チオレド

キシン関連3種（酸化ストレス防止ができる）について、

それぞれ大腸菌を用いた発現を行って機能解析した。新

たに活性があることを確認できた部分のすべてについて

物質特許を出願した。また立体構造を決定するため結晶

化を進めている。磁場の中で、核酸代謝関連の蛋白質の

品質が大幅に向上することを見いだし、また、X 線トポ

グラフに現れるリゾチーム結晶中の歪みが上向き磁化力

を印加すると減少し下向き磁化力を印加すると増加する

ことを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、ゲノム、超耐熱性、酵素、構造

生物、蛋白質立体構造 

 

［テーマ題目３］生物発光システムを利用した細胞機能

解析用分子プローブの創製及び神経細胞

機能の可視化 

［研究代表者］近江谷克裕 

［研究担当者］近江谷克裕、中島 芳浩、小島 正己 

（職員3名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

「研究目的」 

 高齢化社会における安心・安全で質の高い生活を実現

するため、細胞機能を指標とした創薬、或いはテーラー

メイド医療のキーポイントである。そこで、光関連蛋白

質の構造機能解析を基盤とし、それを活用した細胞機能

の操作・計測のための新技術を開発する。また、光関連

蛋白質を利用して神経栄養因子 BDNF やプロスタグラ

ンジン合成酵素の細胞内局在等の細胞内情報を可視化す

る。 

「平成15年度計画」 

１）生細胞内で3つ以上の生体情報を同時可視化 

 細胞内のプロテオームを乱すことなく細胞内の複

数の分子応答とそれに伴うダイナミズム変化を定量

的、空間的且つ時間的に追跡するための色識別型発

光タンパク分子プローブ及び発光・蛍光エネルギー

移動型プローブの創製、実際の細胞内複数情報を可

視化する。 

２）神経栄養因子等の時空間同時解析 
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 BDNF の生理作用は、神経細胞の生存を維持し、

神経活動を活発にすることである。本研究では、

BDNF のプロセッシングサイトに位置する一塩基

多型 SNP に注目し、この SNP 依存的な神経細胞

死のメカニズムを明らかにすると同時に、そのリス

クから脳を守るべく創薬に資する研究を継続する。 

３）プロスタグランジン E 合成酵素の細胞内動態解

析 
 プロスタグランジン E 合成酵素の機能を解明す

るため、個体レベルは TG マウスや KO マウスの作

成を継続する。また細胞レベルでは、プロスタグラ

ンジン E 合成酵素・蛍光タンパク融合体可視化プ

ローブを導入した細胞をもとに、プロスタグランジ

ン E 合成酵素の動態イメージングし、機能解析を

行う。 

「平成15年度進捗」 

１）細胞内で3つ以上の生体情報を同時可視化 

 複数の細胞内の情報を可視化できる色識別可能な

鉄道虫発光タンパクを哺乳類細胞内で安定に発現さ

せることに成功し、2基質を利用したマルチ遺伝子

転写活性測定系を構築、有用性を検証した。さらに、

細胞機能可視化用発光タンパク群の探索及び高機能

化発光性渦鞭毛藻由来青色発光タンパクを哺乳類細

胞内で安定に発現させることに成功、細胞内の遺伝

子変動を解析できるレポータ酵素であることを検証

した。また発光・蛍光エネルギー移動型分子プロー

ブによる翻訳後修飾過程の可視化発光・蛍光融合タ

ンパクを構築･試作して得られたデータを基に、発

光・蛍光エネルギー移動型分子プローブを作成し、

細胞内の代表的な翻訳後修飾である活性ペプチドプ

ロセッシング量の定量化により検証した。マルチ遺

伝子転写活性測定システムについては PCT 特許を

出願した。 

２）神経栄養因子等の時空間同時解析 

 BDNF のプロセッシングサイトに位置する複数

の一塩基多型 SNP は、BDNF の活性の発現に、そ

のプロセッシング機能が変化することで影響を受け

ることを明らかにした。 

３）プロスタグランジン E 合成酵素の細胞内動態解

析 

 プロスタグランジン E 合成酵素・蛍光タンパク

融合体可視化プローブを導入した細胞を作成し、本

酵素の N 末端部分がプロセッシングされた後に細

胞内のミトコンドリアに局在することを明らかにし

た。また培養哺乳類細胞におけるプロスタグランジ

ン E 合成酵素のプロモータ領域を明らかにし、各

種外的因子との発現相関を検討、本酵素が外的な因

子に影響されず、定常的に発現することを明らかに

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞、蛋白質、遺伝子、酵素、イメージ

ング、生物発光、光スイッチ 

 

［テーマ題目４］神経回路再接続に関する研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］田口 隆久（人間系特別研究体ニューロ

ニクス研究グループ） 

［研究担当者］田口 隆久、清末 和之、藤森 一浩、

工藤 卓、弓場 俊輔 

（職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 当該課題で発見した2つの神経突起伸長蛋白質を

神経再生チューブに組み込むことによりラットを用

いた動物実験で座骨神経が100%再接続可能である

ことを示すことができた。 

(2) 神経再接続技術の確立のには成熟神経細胞を制御

し再度シナプス形成させる必要がある。神経回路形

成時に発現する NR2B-NMDA 受容体は成熟神経細

胞では発現が低いが、活動制御することによって、

その発現が両方向性に制御可能であることを明らか

にした。 

(3) シナプス後膜における神経伝達物質受容体の数を

制御する細胞内膜輸送系の関与の解析を行い、ニュ

ーロクレシンの関与が確実になった。 

(4) シナプス機能の調節に関与するシナプス直下での

活動依存的局所蛋白質合成が細胞内酸化状態の制御

にも寄与していることを明らかにした。このことは、

シナプス活性化に伴うカルシウムのマイナス影響を

減弱する機能を示している。 

(5) 2次元電極を用いて神経回路の中の複数の神経細

胞活動を一度に解析するシステムを開発し、特に

様々なパラメーターを自動的に解析する独自のソフ

トウェアを完成させた。 

(6) 赤外レーザによる遺伝子発現誘導システムの開発

の中で、レーザ照射対象の温度を測定する顕微鏡技

術について特許を出願するとともに、生体試料とし

て用いるトランスジェニックメダカの樹立にも成功

した。発現する遺伝子に GFP 遺伝子を選んだもの

で、レーザ照射による熱ショックで GFP がメダカ

個体の照射部位において発現した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経再生、ニューロン、シナプス、細胞、

蛋白質 

 

［テーマ題目５］生体デバイス応用に向けた基板制御技

術に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］清水 洋（人間系特別研究体メソフェー

ズ工学研究グループ） 

［研究担当者］清水 洋、寺澤 直弘、物部 浩達 

（職員3名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 生体関連デバイスには将来、ウエアラブル、携帯、軽

量など身体に装着可能な各種デバイスにより実現される

ものが多く、現在のフレキシブルディスプレーやシート

バッテリー等いわゆる携帯型デバイスの研究開発の流れ

はやがて人体の健康管理などに対応する各種センサーデ

バイスなどへ広く展開すると考えられる。そのためには

フレキシブルなポリマー基板に実装可能な各種機能材料

が求められ、特に有機半導体を用いた電子デバイスの研

究が盛んになってきている。 

 本研究テーマでは、高速の電荷移動媒体として注目を

集めているカラムナー液晶に焦点を当て、プラスチック

基板における電荷移動パス構築のための新規な液晶半導

体材料の開発及びこれらのデバイス応用技術としての配

向制御に関する新規なアプローチを実施し、現行の液晶

半導体に匹敵する電荷移動度を持ち、かつ配向制御性の

よい材料の開発を目指すとともに、一般的に高粘性故に

配向制御の極めて困難な液晶半導体の欠点を克服すべく

新規な配向制御手法を確立することを目的に研究に取り

組んでいる。 

 H15年度は、電荷移動パスの安定的な形成と電荷移動

度の向上を目指して液晶半導体の重要な液晶相であるカ

ラムナー相について同様の目的で世界的に現在取り組ま

れている手法（□電子系の拡張）とは異なる、分子運動

性の制御による 適化というコンセプトをベースに研究

に取り組んだ昨年合成の新規液晶半導体材料についてそ

の電荷移動度の解明と液晶相転移の詳細について検討し

た。フルオロアルキル基や水素結合基の導入による分子

間の特異的相互作用の典型的なディスコチック液晶骨格

であるトリフェニレンへの導入により、カラムナー相の

安定化が達成されるばかりでなく、その電荷移動度も導

入前のモデル化合物系とほぼ同等の性能を維持すること

が判った。更に、昨年度見出されたフルオロアルキル基

の導入による基板に対する強い垂直配向性の誘起という

新しい性質（デバイス応用上重要な配向制御性）がフル

オロアルキル鎖長とともに増強されることを見出した。

これは従来の配向制御が電場や磁場などの外部場による

制御をその基本としていた現状に対して、新たに分子構

造のデザインによって配向制御性を獲得しようとする全

く新規なコンセプトに通じる可能性を強く示唆する結果

と考えられる。 

 一方、当研究室の独自技術である偏光赤外レーザを用

いる液晶半導体配向制御技術の研究では一様配向を持つ

100ミクロン幅のドメインの形成を実現し、新たな配向

制御手法としての可能性を示す結果を得た。 

［分 野 名］ナノテク、材料、製造分野 

［キーワード］液晶、プラスチックエレクトロニクス、

フレキシブルデバイス、有機半導体 

 

［テーマ題目６］細胞・生体の機能制御に資する刺激応

答材料に関する研究（運営費交付金） 

［研究代表者］田口 隆久（人間系特別研究体刺激応答

材料研究グループ） 

［研究担当者］田口 隆久、藤原 正浩、安積 欣志、

田中 睦生、田和 圭子、杉野 卓司 

（職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 高分子電解質膜を用いた高分子アクチュエーター

の利用範囲拡大をめざし、様々な動きへの変換技術

を開発した。従来のベンディングに加え、直進的往

復運動や3次元運動が可能になった。新しい素材を

用いた高分子電解質アクチュエーターの開発にも着

手した。 

(2) 光により選択的・可逆的に二量化・単量化できる

有機置換基（クマリン誘導体）修飾ナノカプセルの

詳細な性能解析を行い、高効率で内包物の放出が可

能であることを見いだした。内径の大きさの変化と

それに対応する入り口修飾分子の開発にも着手した。 

(3) ジアセチレン型合成脂質によるパターン化2分子

膜にリポソーム組み込みの機構解析を表面プラズモ

ン共鳴法を用いて実施した。さらに、組み込んだ膜

の脂質流動性を蛍光顕微鏡法で証明した。 

(4) 表面プラズモン蛍光分光法（SPFS）をロタキサ

ンの構造解析に応用し、環状分子の直鎖状分子への

会合や末端修飾による環状分子の運動制御の解析に

成功した。これらは、新たな機能分子の開発つなが

るものと期待される。 

(5) フォトクロミック分子にクラウンエーテル環を組

み合わせた分子を創製し、その構造変化を解析した

ところアロステリックな変化を示唆する構造変化を

検出することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工筋肉、高分子アクチュエータ、多孔

質シリカ、マイクロカプセル、スマート

カプセル、表面プラズモン、脂質二分子

膜 

 

［テーマ題目７］（運営費交付金）「高分子鎖中に特殊構

造を有する生分解性ポリアミドの開発」 

［研究代表者］川崎 典起（人間系特別研究体グリーン

バイオ研究グループ） 

［研究担当者］相羽 誠一、中山 敦好 

（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ポリアミド4は1953年に Ney らにより2-ピロリドンを

重合することにより合成され、広範に使用されているポ

リアミド類（ポリアミド6、ポリアミド66、ポリアミド

11、ポリアミド12等）と同様に注目されてきた。しかし、

溶融成形加工における熱安定性の面で改善すべき点があ

り、汎用高分子材料として実用化されていない。物性を
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改良するために高分子量化や単分散化という観点から研

究がなされてきたが、この観点とは別に我々はポリアミ

ド4の基本骨格を修飾するために高分子鎖中に様々な構

造の導入を試みている。様々な特殊構造を高分子鎖中に

導入することにより、従来のポリアミド4に対して物性

の改良や機能性の付与をすることができる。例えば、高

分子鎖中に分岐構造を有するポリアミド4の場合では引

張り強さ等の機械的性質の改良が期待できる。さらに、

ポリアミド4はその融点（260℃）が高いにも関わらず、

土壌中や活性汚泥中で生分解を受けることが見出され、

優れた熱特性や機械的性質を有する生分解性材料となる

可能性を持っている。本年度は特殊構造としてラジカル

発生機能を有するポリアミド4を合成し、融点、引張強

度、生分解性について評価した。ポリアミド4はピロリ

ドンに開始剤を加え、開環重合させて合成するので、開

始剤となる各種カルボン酸誘導体として分子の中央にア

ゾ基を有する二塩基カルボン酸の塩化物を合成した。こ

の開始剤を用いることで、線状のポリアミド4を合成し

た。塩基性触媒と開始剤の濃度が適当な場合、重合反応

は速やかに進み、5～10分で全体が完全に固化したが、

そのまま約1日放置した後、精製した。得られたポリア

ミド4は白色または淡黄白色の粉末状または繊維状であ

った。数平均分子量5000から14000程度であり、重合度

は開始剤濃度により調節可能であった。このポリアミド

4はスチレンを重合することができ、開始剤として機能

した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］生分解性プラスチック、ポリアミド、ナ

イロン、活性汚泥、ピロリドン 

 
②【生活環境系特別研究体】 
（Special Division for Green Life Technology） 

（存続期間：2001.4.1.～2004.3.31） 

 

研 究 系 長：小林 哲彦 

副研究系長：宮崎 義憲 

総括研究員：香山 正憲 

 

所在地：関西センター 

人 員：48（46）名 

経 費：1,103,211千円（379,406千円） 

 

概 要： 

 当研究ユニットの基本ミッションは、「環境と調和

した経済社会システムの構築」および「高齢社会にお

ける安心・安全で質の高い生活の実現」に貢献するこ

とである。環境とエネルギーの境界領域を研究分野と

定め、特に生活者、消費者の視点での新技術開発を通

して、Sustainable Developments に貢献できる「人

と環境にやさしいライフスタイル」の提案を目標とし

ている。このため、触媒、電気化学、分離膜などの

「応用界面科学」に関する技術ポテンシャルを分野融

合的に発展させ、「生活密着型のクリーンエネルギー

技術」および「生活環境の保全・浄化技術」に関する

新産業の創成に貢献できる技術革新を目指している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

経済産業省 

エネルギー使用合理化技術開発委託費 

次世代型分散エネルギーシステム基盤技術研究開発 

「固体高分子形燃料電池の研究」 

 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係

るもの） 

「有機塩素化合物等有害化学物質の排出抑制のた

めの電気化学的高度分解処理技術の開発に関す

る研究」 

中小企業産業技術研究開発委託費 

 地域中小企業支援型研究開発（技術シーズ持ち込み

評価型） 

「省水銀型蛍光灯の開発」 

地域中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

「通電焼結法を用いた高機能新型真空リーク検出

デバイスの開発」 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 水素安全利用等基盤技術開発 

 水素に関する共通基盤技術開発 

「メカノケミカル法グラファイト系及びリチウム系水

素貯蔵材料の研究」 

「アラネート系水素貯蔵材料の特性向上研究」 

「超高圧合成法による高容量水素吸蔵合金の研究」 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発 

「HEV 用ニッケル水素電池の低コスト化技術の研究

開発」 

「非平衡反応系による高効率物質併産プロセス技術の

研究開発」 

 固体高分子形燃料電池システム技術開発事業 

 固体高分子形燃料電池要素技術開発等事業 

「電極触媒用高性能カーボン担体の研究開発」 

「固体高分子形燃料電池の劣化要因に関する研究 

劣化要因の基礎的研究（2）作動条件による劣化要

因」 

「新規一酸化炭素被毒耐性アノード触媒の開発」 

「メタノール等を燃料とする固体高分子形燃料電池の

基盤技術開発」 

「劣化診断のための計測評価ツールの研究開発」 

燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発 

高性能リチウム電池要素技術開発 

「ベースメタル元素を活用した新規酸化物正極材料開

発」 

「電池の難燃化・固体化のための新規電解質の研究」 
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「電池総合特性並びに加速的耐用年数評価技術の開発

（解体試験等による電池構成部材からの評価技術確

立のアプローチ）」 

平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業 

「LPI 法によるナノ形状セラミックスの高純度ガスセ

ンサへの適用」 

発 表：誌上発表123（122）件、口頭発表286（82）件、 

その他21件 

-------------------------------------------------------------------------- 
生活環境素材研究グループ 

（Green Life Materials Research Group） 
研究グループ長：小林 哲彦 

（関西センター） 

概 要： 

 ガラスを基礎とした技術開発を通じて生活に密着し

た省エネルギー･環境適合素材の開発を行うことを目

的としている。平成15年度は以下の研究を行った。 

(1) ガラスリサイクル技術 

 廃ガラスから高純度シリカを取り出す技術や、さ

らに、蛍光体としての機能を賦与するなどの高付加

価値化技術を開発した。また、廃ガラスを建材とし

て用いた場合、性能悪化の原因となるナトリウムを、

超臨界水を利用して300℃以下で完全除去する技術

を開発し、セメントなど建材への利用が可能である

ことを見出した。これらの技術について LCA 的評

価も含めて総合的な評価を行った。また、リサイク

ルしやすい着色ガラスを作製するために前年度まで

に開発したガラス着色技術については、マーキング

技術等への応用のための実用化試験を行った。 

(2) 新規発光材料の開発 

 多孔質シリカガラスを出発物質とし、MOCVD
や含浸法により、希土類イオンや希土類含有酸化物

微粒子をドープした高性能蛍光体を開発した。これ

らの新規ガラス蛍光体は、高濃度に希土類イオンが

含有され、耐熱性、化学的安定性に優れている。ま

た、耐久性の高い真空紫外励起用蛍光体としての可

能性も見出した。 

 

次世代電池研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 
研究グループ長：辰巳 国昭 

（関西センター） 

概 要： 

１）現在のリチウム系二次電池では引火性･可燃性の

有機溶媒が電解質として用いられていることから、

安全性を飛躍的に改善するために、引火性のないイ

オン性液体を用いた電解液の研究開発を進めている。

その結果、濫用時においても十分な安全性を確保し

かつ幅広い端子間電圧を持つリチウム電池に適用可

能な耐還元・酸化性を兼ね備えたイオン性液体を開

発した。究極の負極である Li 金属負極実用化への

可能性を開くものである。 

２）ハイブリッド自動車用電池には15年という非常に

長いカレンダーライフが要求されることから電池寿

命の加速試験法の確立が望まれている。そこでリチ

ウム電池について10倍以上の加速耐用年数試験法の

確立を目標に、電池特性劣化メカニズムの解明及び

各電池構成材料の評価手法の確立を目指した研究を

進めており、平成15年度は劣化試験用の小容量モデ

ル電池の試作を終了し、劣化の加速因子として、温

度・充電深度・パルス放電深さを選択し劣化試験を

行い、電極材料の劣化因子の検討を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

小型燃料電池研究グループ 

（Advanced Fuel Cell Research Group） 
研究グループ長：宮崎 義憲 

（関西センター） 

概 要： 

 白金－モリブデン酸化物系新規燃料極触媒を開発す

ると共に、その耐 CO 被毒特性は空気極側からクロス

ーバーで拡散してくる微量酸素の影響を部分的に受け

ていることを明らかにした。制御されたナノ細孔を持

つ多孔質ガラスの細孔表面にスルホン酸基を導入した

新規電解質を作製し、ダイレクトメタノール形燃料電

池（DMFC）としての特性を評価した結果、膨潤が

なくメタノール透過を抑制できることを示した。アス

コルビン酸（ビタミン C）を燃料とする安全性の高い

燃料電池を開発し、DMFC では燃料極に白金を多量

に必要とするのに対してアスコルビン酸燃料電池では

燃料極に触媒金属を全く使わず担体カーボンだけで

DMFC に匹敵する発電特性を示した。劣化要因に関

する研究としては、白金触媒とその周辺の不可逆な構

造変化を高分解能透過型電子顕微鏡でナノレベルで解

析し、ガス不足状態での顕著な劣化や、長時間連続運

転で膜内に白金が析出する現象等が明らかになった。

モデル電極と走査型トンネル顕微鏡を用いて白金超微

粒子の安定性を調べ、作動範囲内にある電位でカーボ

ン表面に腐食が起こることを明らかにした。250cm2

級可逆セルを初めて試作した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

新エネルギー媒体研究グループ 

（New Energy carrier Research Group） 
研究グループ長：宮崎 義憲 

（関西センター） 

概 要： 

１）アラネート系水素貯蔵材料の研究：重量水素密度

の高い無機系水素貯蔵材料の一つとしてナトリウム

アラネート（NaAlH4）の研究を行っている。Ti な
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どの遷移金属添加が反応速度を向上させることが知

られているが、その原因はよく分かっていない。そ

こで本年度では、その反応機構解明のため、アラネ

ートと Ti の化合物を溶液中に溶解・混合させた状

態でも固相での水素吸放出反応と同じような、反応

性の昂進が見られるか否かを検討した。その結果、

溶液中でも固相と同様反応が促進されることが分か

った。但し、実験条件による差異が現れ、再現性に

問題があることが分かったので引き続き検討してい

く。また、アラネートの固相での平衡水素圧につい

ては、世界的に一致した見解がないことが問題にな

っている。この点についても追及を行っている。少

なくとも、水素吸蔵合金に対して行われてきた評価

方法はそのままでは使えないことが分かってきた。 

２）希土類－Ni 系、希土類－Co 系水素吸蔵合金の研

究: 体積水素密度の高い AB5（A＝希土類、B＝

Ni、Co）系の水素吸蔵合金を様々な希土類に対し

て合成し、当所で独自開発された35MPa までの平

衡水素圧が測定できる評価装置を用いてそれらの水

素吸蔵特性を評価した。幾つかの系でこれまで知ら

れていなかった新水素化物相を発見することが出来

た。合金の格子定数や水素化熱などの物理量と水素

吸蔵特性の間の相関を明らかにした。高圧容器とこ

れら合金との組み合わせによる水素貯蔵方式の開発

に役立つであろう。 

 

界面機能制御研究グループ 

（Solid State Combinatorial Research Group） 
研究グループ長：小林 哲彦 

（関西センター） 

概 要： 

１）赤外線式ガスセンサと高速ガスクロマトグラフを

組み合わせた評価装置を試作し、燃焼及び水蒸気改

質触媒の迅速評価技術を確立した。 

２）迅速評価技術によってスクリーニングした触媒を

用いて固体高分子形燃料電池の電極触媒の高性能化

を図り、優れたカーボン担体や、耐一酸化炭素

（CO）被毒特性の向上に効果のある金属酸化物系

添加物を開発した。 

３）5種類の貴金属を12種類の金属酸化物に担持した

触媒ライブラリを構築し、ジメチルエーテル水蒸気

改質反応とメタノール水蒸気改質反応に対する触媒

活性を評価した。 

４）銀／酸化物複合ペーストを用いることにより高

温・空気中でも高い特性と耐久性を有する熱電酸化

物モジュールの作製に成功した。 

５）コンビナトリアル探索により La-M-Ni-O 系の

適組成を決定した。 

６）Ca3Co2O6単結晶の合成法を開発し、高温での熱

電応用の可能性を示した。 

７）X 線及び中性子線回析を用い CoO2系焼結体の結

晶性の配向性を定量化し、熱電特性の関係を解明し

た。 

８）多段加圧プロセスで合成することで層状 CoO2系

焼結体の熱電特性の向上に成功した。 

 

界面イオニクス研究グループ 

（Interfacial Ionics and Solid State Chemistry 
 Research Group） 
研究グループ長：蔭山 博之 

（関西センター） 

概 要： 

 次世代電気化学デバイス用イオン性液体の研究にお

いては、室温から数百度℃まで使用できるイオン性流

体（常温溶融塩）を用いたリチウム伝導性、プロトン

伝導性などを有する電解質材料を検討した。次世代中

温度域固体伝導体の探索と電気化学デバイスへの応用

の研究においては、通電焼結法等で作成した稠密なペ

ロブスカイト型プロトン導電体および酸化物イオン導

電体につき、伝導性の雰囲気依存性、並びに中性子回

折法などで決定した結晶構造と伝導性との相関につい

て検討した。また、ホタル石型の電解質材料につき、

高温における導電特性の経時変化を調べて結晶化学の

観点からその原因を検討した。更に、これらの電解質

材料を対象として電荷担体の温度、酸素及び水素分圧

依存性を測定して「電荷担体マップ」を作成した。次

世代電池用構成材の高性能化と特性評価に関する研究

においては、無機系固体電解質を用いた全固体リチウ

ム二次電池を対象に電極／電解質界面の制御法を検討

した。また、リチウム二次電池構成設計及び特性向上

を目指して、安全性の高い新規ゲル電解質を対象とし

てミクロなイオン移動性の測定を行い、基本材料の構

造及び電池構成の検討を行った。 

 

ナノ界面機能科学研究グループ 

（Interface Science Research Group） 
研究グループ長：香山 正憲 

（関西センター） 

概 要： 

 環境エネルギー技術の革新のためには、触媒や電極

など界面機能材料の開発が鍵を握っている。金／酸化

物触媒などナノヘテロ界面では、特別の電子状態によ

り特異な機能が発現すると考えられる。こうした界面

機能材料の表面・界面の原子・電子構造や機能のメカ

ニズムを、電子顕微鏡観察と理論計算の緊密な連携に

より解明し、界面の構造と機能を設計・制御する科学

と技術を確立する。また、実用研究グループとも連携

して、界面機能材料の開発に基礎からの貢献を行うと

ともに、精密解析技術をコンビケム技術と組み合わせ

た材料開発の新しい方法論「マテリオミクス」の基盤
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技術を検討する。H15年度は、①電顕観察では、

Au/TiO2触媒に加えて Au/CeO2触媒、TiO2ナノチュー

ブ、燃料電池電極触媒の観察を行い、金属／酸化物ナ

ノヘテロ界面の特異な現象を探ると共に、各種実用材

料研究への貢献を行った。②第一原理計算では、異な

るストイキオメトリを持つ TiO2(110)表面に Au が積

層した構造を扱い、Au/TiO2触媒の界面ストイキオメ

トリの効果を理論的に明らかにした。Cu/Al2O3ナノ

コーティング界面についても、界面ストイキオメトリ

がエネルギーや電子状態、機械的強度に大きく支配す

ることを明らかにした。③貴金属／酸化物へテロ界面

触媒を対象に、マテリオミクスの具体的な適用を初め

て行った。コンビケム探索と電子顕微鏡観察を繰り返

すことで、組成因子に加えナノ構造因子が触媒特性を

大きく支配することが明らかになり、マテリオミクス

の有効性を示すことができた。 

 

電池システム連携研究体 

（Secondary Battery System Collaborative Research 
 Team） 
連携研究体長：境 哲男 

（関西センター） 

概 要： 

 本連携研究体では、長年培われた水素電池やリチウ

ム電池、空気電池などの電池材料技術をベースにして、

企業との連携研究により電池システムでの実証研究を

実施することで、早急に実用化することを目指してい

る。主な成果は以下のようである。 

1) ハイブリッド自動車用ニッケル水素電池の低コス

ト化技術： 

 H13-15NEDO 受託研究において、電池メーカー

と共同で、高価な発泡ニッケル基材を用いない新ペ

ースト式正極、及び高価なコバルト含有量を半減し

た Mm-Mg 系水素吸蔵合金を開発した。これらを

用いたハイブリッド自動車（HEV）用電池を試作

して、実用に必要な1kW/kg の高出力を達成すると

ともに、電池の出力当たりのコストが従来の半分に

なることを示した。更に、45℃での HEV パターン

サイクル試験によって5万サイクル（20万 km 走行

相当）を達成し、その実用性を実証した。 

2) 高容量・長寿命なリチウム二次電池用合金系負極

の開発： 

a) H13-15地域コンソーシアムや共同研究におい

て、めっきメーカーと共同して、銅箔に5～10ミ

クロン厚の Sn-Zn 合金多層めっきをして基材一

体化する技術を開発して、従来の黒鉛系負極の2

倍以上の容量で200サイクル以上の寿命を実現し

た。 

b) H13-16NEDO 基盤技術において、電池材料メ

ーカーと共同して、ナノ複合材料での探索研究

を行ったところ、Sn-Ag-Fe 系複合合金材料で、

従来の２倍以上の容量で300サイクル以上の寿命

が実現できることを見いだした。また、Ag-Sn
ナノ合金粒子が Li 挿入に伴い可逆的に構造変化

できる長寿命化のメカニズムを解明した。 

c) H13-16共同研究において、ポリマー材料メー

カーと共同して、無溶媒プロセスでリチウム金

属負極上に直接製膜できるウレタンアクリル系

ポリマー電解質を開発した。また、親水性シリ

カナノ粒子を複合化することで、イオン導電性

を損なわずに機械的強度を6倍に高め、かつ、電

極界面の安定性を向上させることができ、300サ

イクルの電池寿命を実現した。 

3) 超高圧合成法による高容量水素吸蔵合金の研究 

 アンビル式超高圧発生装置を用いて高温・高圧下

（8万気圧、600℃）で岩塩セルに水素を封じ込める

合成技術を用いて、新規な水素貯蔵材料の開発を行

った。Mg-Ti-H 系では、Mg リッチ組成（Mg:Ti＝
89:11）の新規相を発見した。その水素放出開始温

度は290℃であり、MgH2の放出温度より150℃、さ

らに TiH1.9より250℃低い温度となり、水素放出量

は4.7質量%であった。この新規相は、FCC 型構造

をとり、この Mg 格子（a＝4.7658(5) Å）の各軸

方向に2倍した超格子（空間群、No.225）において

Ti 原子を4b サイトに配置した構造であった。放射

光の回折データから、水素原子を2組の32f サイト

に配置した構造にするとリートベルト解析精度が向

上した。水素原子は4個の Mg 原子、もしくは3個の

Mg 原子と1個の Ti 原子に囲まれた四面体サイトを

占めており、単位胞における当該サイトは64個であ

り、新規相の化学組成は Mg7TiH16（6.9質量%）で

あると確定した。 

 

環境保全技術連携研究体 

（Collaborative Research Team of Enviromental 
 Conservation Technology） 
連携研究体長：竹内 正人 

（関西センター） 

概 要： 

 企業・大学と共同研究を行い、人の暮らしに役立ち、

安全･安心を確保するための研究を目指す。生活環境

における快適空間創出を目的として、悪臭物質分解や

ガス状有毒物質の分解のための技術を開発した。コロ

ナ放電技術を応用し、活性酸素を放出する空気活性装

置を開発した。オゾンをほとんど発生せず、メチルメ

ルカプタンやホルムアルデヒドなどの分解能力に優れ

ていることを実証した。また、金のナノ粒子を触媒と

して利用し、一酸化炭素を酸化して無毒化する技術を

開発した。また、触媒機能の劣化させる原因であるガ

ス状物質を特定し、触媒効果の長寿命化技術開発に目
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処をつけることができた。 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］二次電池に関する研究 

［研究代表者］辰巳 国昭（生活環境系特別研究体次世

代電池研究グループ） 

境 哲男（生活環境系特別研究体電池シ

ステム連携研究体） 

［研究担当者］蔭山 博之、栄部比夏里、小池 伸二、 

小林 弘典、棚瀬 繁雄、岩佐美喜男、 

齋藤唯理亜、田渕 光春、竹内 友成、 

松本 一（職員12名、他36名） 

［研 究 内 容］ 

 携帯型電子機器分野の拡大・ハイブリッド車

（HEV）等の利便性・効率向上のためには、更なる高

エネルギー密度化（活物質レベルで2倍以上）を図りつ

つ、十分な信頼性・安全性を確保した低コストな蓄電池

が必須であり、(1)リチウム電池を中心とする新規電

極・電解質材料の創製に関する研究を行うとともに、

(2)共通基盤研究として(2)リチウム電池の加速的（約10

倍）耐用年数評価技術の開発を行う。これらの課題は、

欧米においても未だ解決されておらず、産学官の連携を

積極的かつ 適に取り入れつつ世界的にも先端レベルで

の研究開発を行っている。特に、活物質レベルでの2倍

以上のエネルギー密度は、携帯型電子機器分野の拡大の

ためのキーポイントとなるものである。以下、進捗状況

について記す。 

(1) リチウム電池用電池材料の創製に関する研究： 

 電解質については、高い安全性を達成するために、

蒸気圧が極端に小さいイオン性液体のリチウム電池

電解質への応用研究を進めた結果、濫用時において

も十分な安全性を確保しかつリチウム電池に適用可

能な耐還元・酸化性を兼ね備えたイオン性液体を開

発した。究極の負極である Li 金属負極実用化への

可能性を開くものである。さらに、リチウム電池に

適応し得るイオン性液体と支持塩の組成を決定する

とともに、当該電解質に 適な電池部材と電極組成

の候補の提案を行える見込み。本成果の注目度はた

いへん高い（招待講演11件、依頼著作1件）。 

 負極については、合金材料のナノ複合化によって、

従来の黒鉛系の2倍の高容量で、300サイクル後の容

量維持率60%と世界 高の寿命特性を達成しつつあ

る。また、集電体との一体化加工によって、更なる

長寿命化と負極体積の低減（目標1/3以下）を図り

つつある。スズ合金系めっき負極については、多層

複合化によって200サイクル後の容量維持率を30%以

上に向上させつつあり、従来電池の1.5倍の高容量

化を目指す。 

 正極については、鉄含有 Li2MnO3において、次

世代型正極として期待されるマンガン系正極と同等

の初期放電容量100mAh/g と、現在 もよく製品に

用いられているコバルト系正極材料と同等の平均作

動電圧（3.7～3.8V）とを達成する見込み。 

(2) FCV 用リチウム電池の評価技術の開発研究： 

 電池劣化機構解明のための高出入力型モデル電池

に適した材料及び製造仕様を探索の上決定し、モデ

ル電池の劣化試験への適用検証を開始した。また、

実電池開発企業より電池の提供を受け評価技術の検

証を行うとともに、第三者によるプロジェクト推進

委員会を主催する等、プロジェクト推進の中心的な

役割を果たした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、リチウムイオ

ン電池、正極、負極、イオン性液体 

 

［テーマ題目２］固体高分子形燃料電池に関する研究 

［研究代表者］安田 和明（生活環境系特別研究体小型

燃料電池研究グループ） 

［研究担当者］安田 和明、五百蔵 勉、藤原 直子、 

城間 純、山崎 眞一、上田 厚、 

山田 裕介、塩山 洋、田中 孝治、 

秋田 知樹、松本 一、赤井 智子、 

谷本 一美、小島 敏勝、竹市 信彦、 

蔭山 博之、宮崎 義憲 

（職員17名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 固体高分子形燃料電池（PEFC）発電システムの普及

に資する新材料、次世代技術、劣化要因解明および評価

手法に関する研究を行っている。50ppm 一酸化炭素

（CO）含有改質模擬ガス雰囲気下、電流密度500mA/cm2

において従来の白金－ルテニウム合金触媒と同等以上の

特性を達成可能な白金－金属酸化物系燃料極触媒の開発

に取り組んでおり、優れた耐 CO 被毒特性を示す白金－

モリブデン酸化物触媒では、モリブデン酸化物は担体上

に分散しているが、白金担持過程で白金粒子が粒成長し

て大きくなるとモリブデン酸化物との複合化が困難にな

ることがわかった。また、単セル特性評価の結果から、

白金－モリブデン酸化物触媒の耐 CO 被毒特性は従来の

白金合金系の燃料極触媒とは異なり空気極側からクロス

ーバーで拡散してくる微量酸素の影響を部分的に受けて

いることを明らかにした。また、コンビナトリアルケミ

ストリーの手法を用いた白金－金属酸化物系等燃料極触

媒の探索を行った。種々の炭素担体を使った白金触媒の

メタノール酸化および酸素還元比活性を調べ、炭素担体

依存性があることを報告した。 

 高温作動や低メタノール透過性をもつ電解質の開発は

PEFC の実用性を高める上で重要な課題である。そこ

で、従来から産総研で分離膜として開発・応用されてき

た制御されたナノ細孔を持つ多孔質ガラスを利用し、こ

の材料の細孔表面にスルホン酸基を導入した新規電解質

を作製し、これに電極を接合してダイレクトメタノール
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形燃料電池（DMFC）としての特性を評価した。その

結果、この多孔質ガラス電解質はメタノールによる膨潤

がなく従来膜で問題になっているメタノール透過を抑制

できることを示し、64wt%の理想的な高濃度メタノール

燃料を使用した時の 高出力を従来膜を用いた場合の

1.5倍に高めることができた。また、無機-有機ハイブリ

ッド系や常温溶融塩系の新規電解質を作製しプロトン伝

導性を調べた。 

 マイクロ燃料電池の燃料としてはメタノールが一般的

だが、毒性など種々の問題点があるのに加え、燃料電池

の多様な応用の意味からも燃料電池用の新燃料の研究を

行っている。昨年度アスコルビン酸（ビタミン C）を燃

料とする安全性の高い燃料電池を初めて発表したが、今

年度はさらに電極材料の検討を進めた。その結果、

DMFC では燃料極に高価な白金を多量に必要とするの

に対し、アスコルビン酸燃料電池では、燃料極に触媒金

属を全く使わず担体カーボンだけで DMFC に匹敵する

発電特性を示すことを見出した。また、DMFC で問題

となる副生成物も検出されなかった。 

 PEFC の長時間運転における耐久性に影響を及ぼす

因子を特定するとともにその作用機構を解明し、耐久性

向上のための指針を得ることを目的として、大学・産業

界との連携体制の中で PEFC の劣化要因解明に関する

研究を実施した。劣化試験後の MEA 内部の白金触媒と

その周辺部の不可逆な構造変化を高分解能透過型電子顕

微鏡（FE-TEM）を用いてナノレベルで解析し、ガス

不足状態で強制劣化させた MEA でのルテニウム溶出等

顕著な劣化現象を報告した。また、長時間連続運転後の

MEA サンプルを分析した結果から、空気極近傍の電解

質膜内に白金が析出する現象等が明らかになった。また、

熱分解グラファイト劈開面上に白金超微粒子を電着法で

担持したモデル電極を作製し、走査型トンネル顕微鏡を

用いて電解質水溶液中種々の電位保持条件下における白

金超微粒子の安定性を調べ、燃料電池作動範囲内にある

電位でカーボン表面に腐食が起こることを明らかにした。

一方、電極内の固体高分子電解質を模擬したキャスト薄

膜の溶解現象を調べ、膜として使用しているものよりも

特にメタノールに対して溶解しやすいことがわかった。

さらに、促進劣化させた膜の成分分析を行い分解生成物

を検出した。実電池内の発電条件下での変化を計測・評

価して劣化現象を調べるための劣化診断ツールとして

XAFS 測定を行うことを目的とし、大型放射光施設

（Spring-8）の XAFS 測定ビームラインを使用して、

測定用小型電池のカバーにとなるグラファイト板を透過

させた XAFS 測定を行い、測定用小型電池設計につい

ての基礎データを得た。また、参照極を設置した小型電

池の試作を行った。 

 その他、固体高分子形燃料電池に水電解水素製造機能

を併せ持つ可逆燃料電池の大型化に取り組み、250cm2

級セルを初めて試作した。また、改質器用触媒データベ

ースに関する研究として固体触媒自動調製装置と迅速ガ

ス分析法を用いた貴金属／金属酸化物の2成分系改質触

媒ライブラリを作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料電池、固体高分子形燃料電池、 

PEFC 

 

４）研究ラボ 
①【薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ】 
（Research Initiative for Thin Film Silicon Solar 
 Cells） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究ラボ長：松田 彰久 

副研究ラボ長：近藤 道雄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：3（3）名 

経 費：345,582千円（140,778千円） 

 

概 要： 

 太陽光発電の爆発的普及のために必要な太陽電池の

大幅な低コスト化を実現する 有力候補であるアモル

ファスシリコンや微結晶シリコンに代表される薄膜シ

リコン系太陽電池の高性能化、高スループット化、プ

ロセスの低温化を目的として、薄膜シリコン系材料の

高品質化、製膜の高速化等の当該太陽電池構成に必要

な基盤要素技術を開発する。研究テーマとしては、

１）微結晶シリコン材料の研究開発、２）光安定化シ

リコン薄膜材料の研究開発、３）太陽電池構成に対す

る研究開発、を行い、平成17年度目標である3600cm2

以上の面積の太陽電池モジュールで変換効率12%、コ

スト100円/W の実現を通して、世界における当該太

陽電池の実用化を先導する。 

 H15進捗状況：アモルファスシリコンの光安定性の

向上に対し、2種類のアプローチを行い、アモルファ

スシリコン成長条件によっては基板温度250℃の低温

において光劣化の原因と考えられている膜中 Si-H2結

合密度が検出限界以下となることが見出され、これを

デバイスに適用した。また、もう一つの方法として均

一にナノ結晶構造を膜中に取り込んだ膜を活性層に用

いた n-i-p 型太陽電池を作製し、光劣化率、光劣化後

効率ともに通常のアモルファスシリコン太陽電池より

優れている場合があることを見出した。微結晶シリコ

ン太陽電池における不純物含有効果を解明するため、

超高真空対応のプラズマ CVD 装置により微結晶シリ

コン太陽電池を試作し、p-i-n 構成における太陽電池

特性低下原因も特定され、微結晶シリコン太陽電池の

効率向上への指針が得られた。実用上重要な微結晶シ

リコンの高速製膜において従来の10倍の製膜速度でも
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効率低下がほとんど見られない製膜技術を開発した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

１）経済産業省、電源多様化技術開発等委託費 太陽

光発電技術開発 

２）新エネルギー・産業技術総合開発機構、太陽光発

電技術研究開発／先進太陽電池技術研究開発／シリ

コン結晶系薄膜太陽電池モジュール製造技術開発 

３）新エネルギー・産業技術総合開発機構、太陽光発

電技術研究開発･革新的次世代太陽光発電システム

技術研究開発／ナノ構造制御シリコン太陽電池の研

究開発 

 

発 表：誌上発表8（6）件、口頭発表35（24）件、 

その他1件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］太陽光発電技術研究開発 

革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 

ナノ構造制御シリコン太陽電池の研究開

発 

［研究代表者］近藤 道雄（薄膜シリコン系太陽電池開

発研究ラボ） 

［研究担当者］松田 彰久、藤原 裕之、新井 大介、 

伊藤 学 

［研 究 内 容］ 

(1) ナノ構造制御シリコン製膜、評価 

 パルスプラズマ CVD を用いた空間分離型ナノ構造

制御シリコン形成装置を完成し、薄膜をガラス基板上

に形成した。膜質をラマン散乱、および発光測定によ

って結晶化度、結晶サイズ、バンドギャップを評価し

た（スタンレー共同）。また正確なサイズおよび分布

を透過電子顕微鏡で評価した（九大共同）。その結果、

パルス放電条件、水素希釈比を調整することによって

1～2ナノメートルのサイズを有するナノ結晶を気相合

成することに成功した。 

 またこのナノ結晶のバンドギャップは1.7～2eV 程

度と従来報告されているものより大きいことが明らか

になった。このナノ結晶分散アモルファスシリコンを

用いて太陽電池を作製、室温基板ながら、開放電圧

0.85V を得た。これはナノ結晶のサイズ制御により通

常の微結晶アモルファス混合相で見られる電圧低下が

抑制できたことを意味する。光劣化後欠陥密度におい

ては現在1.5×1016cm-3が得られており、1/250万 Si
（2×1016）以下を達成している。 

(2) デバイス作製評価 

 デバイスにおいては従来法を修正した水素希釈変調

法によってナノ結晶サイズを制御したアモルファスシ

リコンを用いたデバイスの検討を平行して進めている。

これはナノ結晶含有効果をデバイスによって検証する

ことが目的である。高希釈率層と低希釈率層を数ナノ

メートルオーダーで交互堆積する際に膜厚の組み合わ

せを 適化することで、一定希釈率条件で作成された

基準セルに対してより低い劣化率（18%Vs5%）と高

い劣化後変換効率（6.7%Vs7.3%）を得た。デバイス

プロセスを 適化することにより安定化効率8.3%、

劣化率4%を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

 

［テーマ題目２］太陽光発電技術研究開発 

先進太陽電池技術研究開発 

シリコン結晶系薄膜太陽電池モジュール

製造技術開発 

［研究代表者］近藤 道雄（薄膜シリコン系太陽電池開

発研究ラボ） 

［研究担当者］松田 彰久、藤原 裕之、松井 卓矢、 

佐藤 愛子 

［研 究 内 容］ 

(1) タンデム太陽電池高効率化技術 

 タンデム型太陽電池高効率化の鍵はトップセルの光

劣化抑制である。アモルファスシリコンの光劣化が膜

中 SiH2量と相関があるという知見を基にデバイスプ

ロセスに適用可能な低温（＜250C）で膜中 SiH2低減

のための製膜法を検討した結果、三電極法によりプラ

ズマを基板から遠ざけることによって気相反応および

表面反応を制御し、膜中の構造緩和を促進した結果

SiH2量を低減することに成功した。 

 これを NIP 型太陽電池に適用したところ8.1%の安

定化効率を得た。またタンデム太陽電池で12.4%の変

換効率を達成した。 

(2) 微結晶シリコン高速化技術 

 産総研開発の VHF 高圧枯渇法とホローカソードの

組み合わせにより8nm/s において欠陥密度1×1016cm-3

（1/500万 Si）以下を達成した。太陽電池に適用した

結果、2.5nm/s 時に8.5％を達成した。 

［キーワード］太陽光発電、太陽電池、薄膜シリコン、

アモルファスシリコン、微結晶シリコン 

 

②【ライフエレクトロニクス研究ラボ】 
（Life Electronics Lab） 

（存続期間：2001.4.1～2004.3.31） 

 

研究ラボ長：守谷 哲郎 

副研究ラボ長：外池 光雄 

 

所在地：関西センター 

人 員：10（10）名 

経 費：108,659千円（75,585千円） 

 

概 要： 
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 研究目的 

 生命活動を“生きたまま”計測しその情報を我々の

生活や医療に有効活用することは、21世紀の科学技術

に課された中心的な使命の一つである。現在、生命活

動を観測し、そのデータをコンピュータで処理すると

いうプロセスにより、医用映像技術、生体機能マッピ

ング、バイオイメージングなどで多様な新技術が輩出

しているが、これらは生物が内蔵している情報と我々

観測者が人工システムを介してコミュニケーションを

行い得ると言う実証である。患者－医療診断機器－医

者、高齢者－健康管理システム－介護支援者などの組

み合わせでは、計測機器は単なるインターフェースの

レベルを超えて、相互に情報を交換する（＝スーパ

ー・インターフェース）機能を備えた時代になろう。

その結果、医療の分野でも技術の重点がハードウエア

からシステム、コミュニケーションへと移っていくと

予想される。 

 こう言った時代の大きな流れの中で、当研究ラボで

は、例えば健常人の脳機能の画像化研究について工学

的計測法の見地から世界に先駆けた研究を行っており、

医学的な脳疾患の研究と相補的な地位を占めている。

さらに、脳活動画像化データに基づいた言語コミュニ

ケーションや視覚・聴覚相互作用の研究、五感情報処

理の基礎的研究なども進めている。従来のライフエレ

クトロニクス研究では、電子計測手法の高度化により

生命活動を高精度で分析可能とする要素技術の積み上

げを行ってきたが、今後は個々の計測モダリティーを

越えた、要素解析から技術統合化への取り組みに移行

し、医療・健康への応用を目指して展開する。そのた

めには、細胞・器官や個体の持つ生命システムとして

の構成原理を熟知し、観測者・観測装置との相互作用

を含めたバイオメディカルデータ全体を情報技術的観

点からとらえ直す新たな研究課題に挑戦する必要があ

る。従って、いわゆるバイオイメージング技術やメデ

ィカルグリッドなどの研究は今後の我々の大きな目標

となる。 

 当ラボの展開を含めて産総研全体にたいし、医工連

携による本格研究に基づいた、医療福祉機器産業を支

えうる先導的技術の開発が望まれている。特に、いつ

でも、何処でも、誰でもが品質の高い診断・治療の恩

恵にあずかれる社会を目指す研究、すなわち“ユビキ

タス医療システム”研究への分野融合的な取り組みが

始まっており、当研究ラボはこの分野の研究の主力拠

点を構成してセンター化を実現する。 

１．重要研究課題の概要 

 各重要研究課題をセンサーエレクトロニクス、シ

ステムインテグレーション、画像処理、並列計算、

GRID 等での産総研が得意とする情報通信技術

（IT）を積極利用して研究し、生命・医療分野の

大容量データ解析システム、遠隔医療技術、バイオ

イメージング技術等の開発のコアグループを形成す

る。 

１）生体計測利用基盤技術：－医学・工学フュー

ジョン－ 

 非侵襲的計測法による医用映像技術、生体機

能マッピング技術の提供を目的として、リアル

タイム画像処理技術の導入やデータ統合化など

による、機能 MRI（fMRI）や MEG を用いた言

語、聴覚等の高次機能分析法の研究、fMRI や超

音波による画像診断の治療現場のニーズに合わ

せたリアルタイム評価医療システムの実証研究

を行う。また IT、通信技術を利用した医師の画

像診断における信頼度の向上や遠隔医療技術へ

向けてメディカルグリッドの構築を行う。 

２）細胞活動・分子機能分析制御技術の開発：－

バイオメディカルエレクトロニクス－ 

 聴覚・嗅覚エレクトロニクス、細胞制御エレ

クトロニクスにおいて国内を先導する研究を進

め、さらに医療現場（ナノメディシン）、環境浄

化などで実用化システムを検証する。福祉機器

としての超音波補聴器を完成させる。 

３）ライフイメージング技術の開発：－非破壊、

リアルタイム、ズームイン／アウト－ 

 バイオ、医療、環境分野で、今後重要度が増

す高効率な細胞・組織診断技術、機能モニター

技術に向けて、非侵襲・非破壊の萌芽的機能イ

メージング技術を高感度化し、実用化する（研

究例：NMR 顕微鏡、SQUID 顕微鏡、X 線顕微

鏡、液晶偏光顕微鏡、超音波スペクトロスコピ

ー）。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「臭気環境目標の設定に必要な臭気に

係る量反応関係に関する研究」（22,469千円） 

 

発 表：誌上発表82（77）件、口頭発表105（34）件、 

その他5件 

-------------------------------------------------------------------------- 
生体計測基盤技術研究グループ 

（Bio-measurement Basic Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：中井 敏晴 

（関西センター） 
概 要： 

 21世紀の医療福祉機器技術にとって、非侵襲計測の

高度化は欠かせない研究課題である。生体計測基盤技

術 G においては下記の MRI、MEG、超音波診断装

置のテーマに関して、相互に連携を取りながら先進技

術の開発に取り組む。情報技術との結びつきではメデ



研 究 

(390) 

ィカル・グリッド技術を用いたテレメディシンにも挑

戦する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
 

細胞分子機能制御技術研究グループ 

（Cellular & Molecular Function Evaluation 
 Research Group） 
研究グループ長：外池 光雄 

（関西センター） 
概 要： 

 高齢化社会を迎える21世紀では、人の活動を支える

感覚情報処理などに関連した支援技術が不可欠となっ

てくる。こういった状況の中で、我が国の優れたエレ

クトロニクス、デバイス技術を医療福祉・環境問題の

解決につなげていくためのバイオメディカルエレクト

ロニクスの発展が望まれている。細胞分子機能制御技

術 G は QOL の向上に資するテーマに総合的に取り組

む。 

研究テーマ：テーマ題目５ 
 

ライフイメージング技術研究グループ 

（Life-imaging Technology Research Group） 
研究グループ長：守谷 哲郎 

（関西センター） 
概 要： 

 今後のユビキタス医療システム（再生医療、遺伝子

治療等）の発展に伴い、細胞・組織レベルでの活動度

や機能を非侵襲に連続モニターする技術（＝バイオイ

メージング技術）の開発が重要になってくる。本重点

課題は平成13年度から全く新たに取り組み開始した萌

芽的な課題であるが、環境モニター基盤技術、再生医

療支援技術などの研究要素を取り込んでさらなる発展

が期待される。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目４、テーマ題目

７ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］医用ビジョン（運営費交付金） 

［研究代表者］中井 敏晴（ライフエレクトロニクス研

究ラボ 生体計測基盤技術研究グルー

プ） 

［研究担当者］中井 敏晴（職員1名、他18名） 

［研 究 内 容］ 

（fMRI による高次脳機能計測とその可視化の研究） 

 種々の日本語インターフェイスの認知過程や、失語症

の発生機序を明かにすることを目的として、意味処理や

注意、文字の読み出し機構などの連合的な働きを fMRI
を用いて解明する（長期目標）。臨床検査として fMRI
を実用化するために、並列計算システムを用いて実時間

で脳機能を解析、可視化するシステムを開発する（ラボ

期間目標）。さらには、時間情報を持った脳機能データ

を抽出する動態 fMRI 法に発展させ、脳機能連合モデル

の検証を可能とする（平成15～16年目標）。 

年度進捗状況 

 言語情報処理の解明においては、言語機能と運動機能

の相互作用について、道具を介した脳内処理についての

検討を開始した。漢字や無意味線図を指で書き写す場合

と、ペンで書き写す場合を比較検討し、右頭頂葉に特徴

的な活動の変化を見いだした。この知見は、道具の使用

が転写作業を合理化していることを示唆する。これを非

言語的コミュニケーション研究とも関連させ、言語によ

って提示された道具名について、実際の道具使用時とパ

ントマイム時との脳活動の差異、および道具使用の「フ

リ」の形式の違いによる脳活動の差異を検討することで、

言語野と運動野および頭頂連合野等の関係について解明

する fMRI 実験を進めている。臨床医学的には、特に道

具使用の「フリ」については、失語であるのか失行であ

るのか未だに解決のついていない問題であり、これを検

討することで医療の面から失書症および失行症などのリ

ハビリテーション支援に貢献しうる。さらに、ペン入力

等を効果的に用いた情報機器システムを設計する上で必

要となる知見をも提供するものである。本テーマ、およ

び関連した研究は、平成15年度に、英文誌8報、国際会

議での論文発表12報として報告されている。 

 fMRI の実用化技術開発においては、平成14年に開発

した逐次型計算型アルゴリズムによるリアルタイム

fMRI（rt-fMRI）システムの性能評価と臨床評価の準備

を進めた。また、計算手法の改良を行い若干の計算速度

の向上を得るとともに、rt-fMRI のグリッド環境への移

植を完了した。通常の脳機能計測（5分程度）における

rt-fMRI は実用レベルで完成した。運動系列学習による

短期運動学習課題を用いて、15分間の連続撮影を行ない、

fMRI による動態解析法における時間情報の意義につい

て検討した。長時間撮影により得られたデータの解析を

通して、特有の問題点がいくつか判明した。信号強度の

ベースライン補正の方法、時間軸方向のデータ平滑化、

データ収集後半の体動の問題である。現在、これらの対

策を検討中である。以上の開発成果は、NeuroImage
および Magnetic Resonance Engineering 誌に掲載され

た。 
 また、GRID を模擬する LAN レベルのモデルで、デ

ータ発生、データ解析、データサーバーへの転送、解析

結果の一連の処理を、スケジューリングシステムにより

一元的に管理しながら、それぞれの計算機において自動

的に処理を行い、リモート解析を行うことに成功した。

リモート解析の実現により、異った解析方法を同時に行

うことが可能となる。また、GRID 用のインターフェイ

スを作製し、ネットワークの設定、Job の送信、解析結

果の表示部分などを改良した。今後、インターネット接

続による遠隔解析の試験を行い、セキュリティシステム

の確認などを行う予定である。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］fMRI、リアルタイム処理、言語機能、 

メディカルグリッド 

 

［テーマ題目２］MEG 視覚化（運営費交付金） 

［研究代表者］外池 光雄（ライフエレクトロニクス研

究ラボ 細胞分子機能制御技術研究グル

ープ） 

［研究担当者］外池 光雄、岩木 直、中川 誠司、 

山口 雅彦、浜田 隆史 

（職員5名、他34名） 

［研 究 内 容］ 

MEG 視覚化（脳磁図による生体刺激物質の識別機構可

視化に関する研究） 

 高齢化社会からさらに超高齢化へと向う我が国におい

ては、特に人の活動に不可欠で、且つ、日々の生活に重

要な役割を担っている五感の感覚情報処理等に関連した

支援技術が強く求められている。このためには、我が国

の優れたデバイス技術、エレクトロニクス技術、細胞分

子制御技術、生体制御刺激物質等の高度な先端技術を医

療福祉や環境問題の解決に適用するバイオメディカルエ

レクトロニクス研究の発展が望まれる。そこで、本研究

では EEG や fMRI なども併用しながら、主に MEG
（脳磁図）を用いた各種非侵襲センサーの統合と複数感

覚間の注意の集中と分割、感覚間総合作用（フュージョ

ン）、及び、高次脳神経活動の可視化に対する脳イメー

ジング技術の研究開発を行う。このような研究において

も重要な課題である脳内信号源の逆問題については、

従来の等価電流ダイポール法によらない新しい信号源推

定手法の開発に取り組むなど、MEG 研究では国際的に

も世界のトップクラスの研究成果を上げることを目指し

てきた。 

年度進捗状況 

 本研究チームは、平成15年度には、日本生体磁気学会

大会の大会長、並びに大会事務局を担当するなど、文字

通り我が国の MEG 研究の先導的役割を果たすとともに、

数多くの機関（大学、企業など）と共同研究を推進し、

我が国の MEG 研究の中心的センターとして認められる

研究成果を上げてきた。この結果、当方の研究メンバー

が各種学会から研究奨励賞を授賞、招待講演、シンポジ

ウムの企画立案への参画などの成果を上げた。視覚と聴

覚の複数感覚処理の研究では、脳内における興奮性と抑

制性の信号と脳内部位間での神経ネットワークの結合係

数を検討するなど、脳内の具体的な信号処理に対する新

規なネットワークモデルの提案等を行った。また、米国

ハーバード大学 MGH 研究センターに留学した岩木は、

多くの研究者と 先端の共同研究を行い、 fMRI と

MEG のようにマルチモーダル複数センサーを用いた研

究開発を行うとともに、脳のインピーダンス解析法の研

究開発にも従事し、また、岩木が新規に開発した「空間

フィルター法」などの逆問題信号源解析ソフトは関係者

に技術指導を行うなどこの分野の発展に大きく貢献した。

嗅覚の研究においては、他ではまだ取り組まれていない

スニッフィング法による能動的嗅覚実験の実施、及び匂

いのオドボール実験課題による匂いの知覚と認知に関す

る MEG 応答成分を抽出し、味覚の研究においては電気

味覚に対する MEG 実験応答データに対し、ICA（独立

成分分析）を用いたノイズ除去解析を適用して味覚応答

の抽出に初めて成功した。さらに、これらの基礎研究か

ら特別に進展・発展してきた「超音波聴覚研究」の新規

な研究開発、嗅覚・味覚研究においては「食品感性工

学」の情報処理の研究方法を新たに提案するなど、内外

の研究者に大きなインパクトを与える研究課題に挑戦し、

新しい知見を提供した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］MEG、逆問題、超音波聴覚、味覚、嗅

覚、複数感覚の注意の集中と分割、五感

の感覚情報処理、食品感性工学 

 

［テーマ題目３］重度難聴者のための骨導超音波補聴器

の実用化開発（NEDO 産業技術研究助

成事業） 

［研究代表者］中川 誠司（ライフエレクトロニクス研

究ラボ 細胞分子機能制御技術研究グル

ープ） 

［研究担当者］中川 誠司、外池 光雄、山口 雅彦、 

添田 喜治、藤本 清、藤坂 洋一、 

岡本 洋輔、神原 文 

（職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢化の進展に伴って、難聴者の数は益々増加する傾

向にある。そのうち、通常の補聴器では聴覚が得られな

い重度難聴者は日本国内に約85,000人存在するといわれ

ている。本研究では重度難聴者にも知覚される“骨導超

音波”を利用した、重度難聴者のための新型補聴器の開

発に取り組んだ。未解明の部分の多い骨導超音波知覚特

性、知覚メカニズムの解明をすすめ、そこで得られた知

見を利用して、骨導超音波補聴器の 適化を行った。 

年度進捗状況 

 現在のところ、試作された骨導超音波補聴器を用いて

重度難聴者（左右耳での 小可聴音圧が100dB HL 以

上）の半数が音声を知覚可能、3割程度が簡単な単語の

同定可能という画期的な成果を得ている。これらの成果

は多くの英文学術誌上、および国際会議等で発表された。

また、これらの業績に対して、日本エム・イー学会荻野

賞、同秋季大会優秀論文賞、ドコモ・モバイルサイエン

ス賞などを受賞した。 

 骨導超音波知覚メカニズムの解明に関する研究を継続

的に行っているのは、世界中で当グループのみであり、

次々と新しい知見を発表し続けている。それらの知見は
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骨導超音波知覚のみならず、一般的な聴覚メカニズムの

新たな側面を明らかにするもので、関連分野に大きなイ

ンパクトを与えている。骨導超音波補聴器の開発は、そ

の適用や安全性の検証も含めた実用化研究の段階を迎え

つつあり、ベンチャー化も含めた一歩進んだ開発体制作

りへの検討も始まっている。 

(1) 骨導超音波知覚メカニズムの解明 

 聴覚健常者、重度難聴者を対象とした聴覚心理計測、

頭部表面および外耳道内における音場計測、頭部内音

場伝搬過程のコンピュータシミュレーション、聴覚誘

発電位・脳磁界計測を実施し、骨導超音波補聴器開発

に必要な知覚特性やメカニズムの一部を明らかにする

ことができた。その結果、骨導超音波であっても、聴

神経以降は通常の音（気導音）と同様の神経伝導路を

有すること、骨導超音波の復調は蝸牛、もしくは有毛

細胞レベルで行われている可能性が高いことなど見い

だした。これらの結果は、骨導超音波補聴器の 適化

に有用であるだけでなく、骨導超音波補聴器の適用判

定に関する重要な根拠となりうる。 

(2) 骨導超音波知覚特性の解明 

 骨導超音波知覚の特性を聴覚心理実験や脳磁界計測

で検討した。その結果、骨導超音波補聴器による聴取

においても、気導音と遜色のない時間分解能を得られ

ること、低周波（-250Hz）の周波数分解能がやや劣

ることなどを明らかにした。さらに、骨導超音波を用

いた音声聴取特性を解明した。音節明瞭度、単語了解

度試験を実施し、骨導超音波の異聴傾向などを明らか

にした。これらの結果は、骨導超音波補聴器の 適化

に非常に有用な情報を与えるものである。 

(3) 骨導超音波補聴器の試作とその評価 

 (1)、(2)の結果に基づいて 適化された携帯型骨導

超音波補聴器を試作した。胸ポケットに入る程度の実

用的な小型化と、完全デジタル化による高度かつ柔軟

な信号処理を可能にした。例えば、(2) で述べられた

骨導超音波の周波数分解能に関する知見をもとに、周

波数を返還する機能などが盛り込まれている。重度難

聴者を対象とした聴取試験を実施中であるが、従来型

の試作器に比べ、性能向上が見られている。 

(4) 骨導技術を応用した雑音に強いマイクロフォン（骨

導マイクロフォン）の開発 

 雑音に強い骨導マイクロフォンの開発を行った。頭

部内音場分布のコンピュータシミュレーションや音場

計測によって、発声による骨導音声の伝搬過程の解明

に取り組んだ。骨導音声が も明瞭に聴取される部位

を明らかにするとともに、骨導音声の周波数特性を明

らかにした。さらに、得られた知見をもとに 適化さ

れた骨導マイクロフォンを開発した。評価試験の結果、

騒音下においては、通常のマイクロフォンに比べて、

遙かに明瞭な音声を収音できることを明らかにした。

騒音下での音声認識インターフェースなどへの応用を

図っていく予定である。 

(5) 補聴器 適化に必要な聴覚基礎メカニズムの検討 

 概して補聴器の聞き心地は良いとは言えない。その

ために、使用をすぐにやめてしまう難聴者も多い。聞

き心地の良い補聴器の設計を目指して、心理生理指標

に基づく聴覚基礎メカニズムの検討を行った。音声の

ピッチの明瞭度や両耳間相互相関度が音のプリファレ

ンス（好ましさ）に与える影響などを見いだすことが

できた。これらの結果は、聞き心地の良い補聴器の設

計へと利用されるだけでなく、コンサートホールなど

の室内音響設計においても有用な知見を与えるもので

ある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］骨導、超音波、重度難聴、蝸牛、脳磁界、

脳波、コンピュータシミュレーション 

 

［テーマ題目４］嗅覚・味覚中枢研究（環境省委託費 

地球環境保全／公害防止技術予算） 

［研究代表者］外池 光雄（ライフエレクトロニクス研

究ラボ ライフイメージング研究グルー

プ） 

［研究担当者］外池 光雄、山口 雅彦、岩木 直、 

中川 誠司、浜田 隆史 

（職員5名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

（臭気環境目標の設定に必要な臭気に係る量反応関係に

関する研究） 

 五感の感覚の中でも未踏技術分野である嗅覚・味覚に

関する中枢研究では、当研究チームは非侵襲的計測と解

析法、特に匂いの MEG（脳磁図）研究で世界をリード

してきた。本研究では、環境省からの委託を受け、他機

関と共同しながら取り組んでいる公害防止技術の研究開

発プロジェクト「臭気環境目標の設定に必要な臭気に係

る量反応関係に関する研究」の研究統括を行うとともに、

分担の研究課題を実施するものである。具体的には、環

境中の悪臭に対する除去法と評価に対し、定量的な生体

反応関係を明らかにして、環境の臭気基準（感覚量の定

量的評価）の根拠となる法則、並びに基礎資料を提供す

ることである。 

年度進捗状況 

 本研究では、嗅覚及び味覚の刺激装置の改良・製作に

も取り組んでおり、MEG 実験に適した装置の試作（特

許申請）を行った。これらを用いた匂いや味の脳内知覚

と認知に関する中枢部位同定、並びに脳内の神経情報処

理の解明では世界に先駆けた研究を先導的に実施してい

る。 

 味覚研究については、視覚画像で与えた食物画像と非

食物画像の応答に対する研究を推進するなど、「食のお

いしさ」の感性情報処理に対する脳内反応の研究にも着

手した。 
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 匂いについては、環境中の悪臭に対する脳内反応と同

時に臭気が生体に及ぼす影響を眼球運動変化や瞳孔反応

で捕らえる eye-tracking 実験や瞳孔径変化の時間測定

などの同時計測を行い、悪臭の脳応答に対する MEG 計測

と同時に生体の生理反応指標との相関関係について検討

した。これらの結果、無臭空気刺激、並びに快適臭気刺

激に対し、悪臭刺激では眼の瞳孔径の縮瞳反応に対する

元の状態への回復に、より多くの時間がかかることが明

らかとなった。また、本年度は本研究の中間評価の見直

しになるため、本プロジェクトの分担研究者の全メンバ

ーが一同に集まる検討会を実施し、お互いの分担研究の

研究発表を行うとともに、本研究の推進と今後の研究の

より具体的な目標について議論を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］嗅覚・味覚刺激装置、環境の臭気基準、

悪臭評価、眼球運動、瞳孔径変化、生理

反応指標 

 

［テーマ題目５］エレクトロケモセラピー（運営費交付

金、光技術研究部門と共同研究） 

［研究代表者］松村 英夫（光技術研究部門） 

［研究担当者］松村 英夫、眞島 利和 

（職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

（外場利用細胞機能制御技術） 

 新型（金平糖型）のマグネト・リポソームの開発は他

に例がないものであり、複合微粒子としてのマグネト・

リポソームの作製法の高度化及びリポソーム微粒子膜の

電場による物質の膜透過性高度化を行うことにより、よ

り良い医療が可能となる新しいツール開発を目指す。ま

た、当所で開発した密着型フラッシュ軟 X 線顕微鏡

（分解能40nm）は、培養液中の細胞を生きたまま観察

できる特徴をもつ。細胞外マトリックスなど新規な医用

診断の対象となる可能性をもつ対象に、密着型フラッシ

ュ軟 X 線顕微鏡の適用範囲を広げることができた。ナ

ノメータースケールのバイオイメージング技術の確立を

めざす。 

年度進捗状況 

 複合微粒子としてのマグネト・リポソームの作製法に

ついては中心微粒子に逐次的付着反応を行わせるための

制御された混合装置を工夫し良好な結果を得た。また、

リポソーム微粒子膜の電場による物質の透過性改良技術

に関しては、リポソーム膜の組成による自然透過能の差

および電場印加による透過能変化を調べている。現状の

結果では寿命（内相への物質保持時間）と電場印加によ

る物質透過（流出）能間には必ずしも相関が取れないと

いうデータが得られている。今後より多くの系で実験を

重ねる方針である。また、密着型フラッシュ軟 X 線顕

微鏡を用いて、培養細胞の細胞外マトリックス

（ECM）を観察できることが判明した。蛍光顕微鏡像

との比較などにより、X 線像と ECM の構成要素との対

応関係を明らかにする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マグネト・リポソーム、膜透過性、エレ

クトロケモセラピー、軟 X 線顕微鏡 

 

［テーマ題目６］MR マイクロイメージング（運営費交

付金、医療福祉指定研究） 

［研究代表者］中井 敏晴（ライフエレクトロニクス研

究ラボ ライフイメージング研究グルー

プ） 

［研究担当者］中井 敏晴（職員1名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

（MR の超高感度化と顕微画像に関する研究） 

 細胞・組織の3次元的な構築や分子機能の動態計測を

非侵襲的に行うための高感度マイクロイメージング技術

を開発する（ 終目標）。ラボ期間の目標としては、

１）1H によるマイクロイメージング基盤技術の確立

（空間分解能80μ以上）、２）偏極率を保持しながら偏

極ガスを検出系に連続フローで供給する技術の確立、

３）1H/129Xe 同時検出が可能なマイクロイメージング

システムの開発、４）偏極ガスの画像化技術の確立を達

成し、偏極ガスを応用したマイクロイメージング技術の

シーズとしての可能性を実証することを目指す。同様の

開発は世界的にも例がない。 

年度進捗状況 

 平成14年度に作成したマイクロイメージング用プロー

ブを用いて、静磁場強度や空間分解能と SN、コントラ

スト分解能の関係について定量的に評価を進めている。

今年度中に、ファントムによる評価を終了し、組織の画

像化を試みる予定である。偏極ガスの供給技術の開発で

は、ステンレス管のコーティング材料の検討を行なった

結果、フッ化鉄やキシリレンなどによる被覆の場合に信

号の減衰が少ないことが判明し、ステンレス管の加工に

よるガス供給システムのめどがついた。マイクロイメー

ジングシステムの開発では、1H/129Xe の同時制御シス

テムのハードウェア構築を行った。また、ラジオ波の送

受新回路のデジタル化を行い、検波精度を向上させた。

現在、信号の同時検出を行うパルスシーケンスプログラ

ムを改良しており、年度内の画像収集を目指している。

また、SN に限界のあるマイクロイメージング画像のコ

ントラスト分解能を改善するために、画像の特徴抽出を

行うため独立成分解析によるフィルタ処理の理論的検討

をほぼ完了し（NeuroImage に掲載予定）、実際に生体

組織から得られた画像への応用を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］MR マイクロスコープ、超偏極キセノン

ガス、パルスシーケンス、画像コントラ

スト、独立成分解析 
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［テーマ題目７］イメージング応用（運営費交付金） 

［研究代表者］近藤 哲朗（ライフエレクトロニクス研

究ラボ ライフイメージング研究グルー

プ） 

［研究担当者］近藤 哲朗、秋葉 龍郎、中村 真理 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

（遺伝子機能可視化に関する研究、画像計測による環境

モニターの研究） 

 疾病の原因究明や治療効果のモニタリングには対象分

子の画像化技術の発展が必須だが、とくに生体脳の遺伝

子発現レベルでのリアルタイム画像可技術は世界的にも

確立していない。伝達物質受容体や関連タンパクなどの

機能分子の遺伝子発現および神経細胞内での動的挙動を

可視化することによって、新しい治療支援技術の開発に

繋げる。プランクトン現存量測定の高速化の実現を目的

として、分光学的に識別が困難な動物プランクトンの検

出識別の画像処理技術を発展させる。技術的には世界の

トップレベルにある 

年度進捗状況 

 自然状態の神経回路網を反映する脳スライスにおける

神経活動依存的な受容体遺伝子の発現および発現産物の

細胞内動的挙動の多重モニタリング計測技術を構築した。

また、遺伝子改変マウスの in vivo での脳活動依存的遺

伝子発現のリアルタイム計測技術の開発を進めている。

環境モニターに関して、試作機の高度化を行い国内で連

続計測ポイントを設けると共に物理量、化学量の同時計

測を行った。さらに、海外の展示会などを利用して世界

的に成果の普及に図った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子発現、リアルタイム可視化、プラ

ンクトン現存量測定、環境モニター 

 

③【メンブレン化学研究ラボ】 
（Laboratory for Membrane Chemistry） 

（存続期間：2002.4.1～2005.3.31） 

 

研究ラボ長：水上富士夫 

副研究ラボ長：鈴木 敏重 

 

所在地：東北センター 

人 員：16（16）名 

経 費：360,635千円（170,502千円） 

 

概 要： 

 本研究ラボでは、化学工業における難反応プロセス

の刷新、環境負荷物質の低減を目的とし、無機系素材

を用いたナノ空間制御膜、貴金属触媒膜、選択分離膜、

無機有機複合膜、センサー膜を研究・開発し、省エネ

ルギーと低環境負荷に配慮したシンプルな反応・分離

プロセスや有害物質の分離・検出システムを開発する。 

 特に酸素や水素の触媒的活性化と選択透過を実現す

る反応膜、および触媒機能を併せ持つナノ空間制御膜

を開発・応用することで、酸化反応、水素化・脱水素

反応、水和・脱水反応等の化成品製造の基礎となる反

応プロセスの刷新に挑戦する。これにより、多段階の

反応を必要としている化成品の合成プロセスを簡略化

すると共に、高温を必要としている反応プロセスに対

しても省エネルギーと環境負荷低減を果たす穏和なプ

ロセスを開発・提案する。 

 さらに、現行技術ではエネルギー消費が大きい水素

や酸素の分離・精製、アルコール等の有機物と水の分

離などに対して、分子サイズや親和力の違いを認識す

る選択分離機能膜を開発して高効率分離に取り組むと

ともに、分子やイオンに対してさらに高い認識機能を

持つ膜材料を創製し、有害イオン分離・検出技術に対

しても応用していく。また、これらの膜技術を活用し

て反応と混合・分離過程を集積化し、小空間に納めた

高効率でコンパクトな反応モジュールや、オンサイト

利用を目的とした小型装置を開発する。 

 すなわち、分離、認識、透過、反応等の機能を持っ

た無機系機能膜を、材料から部材、利用プロセスにわ

たって研究・開発し、ニーズを見極めつつ応用して行

くことで、環境低負荷型プロセス技術、環境の維持保

全に資する技術等を創出する。  

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 エネルギー需給構造高度化受託研究費「革

新的化学プロセス技術－膜型反応器による芳香核直接水

酸基導入技術の開発」 

 

経済産業省 原子力試験研究委託費「高レベル放射性廃

棄物の地層処分用緩衝材料の機能評価と高度化に関する

研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「目視判定等の利用による高感度水質

計測技術の簡素化に関する研究」 

 

経済産業省 試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）「有害物質の漏洩防止材料の開発に関

する研究」 

 

農林水産省 平成16年度「生物機能の革新的利用のため

のナノテクノロジー・材料技術の開発」「水分子クラス

ターの動態評価と利用」 

 

財団法人岩手県南技術研究センター 平成15年度地域新

生コンソーシアム研究開発事業「環境汚染物質測定用オ

プティカルイオンセンサーの創製」 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構革新

的部材産業創出プログラム／マイクロ分析・生産システ

ムプロジェクト「実用的マイクロ化学プロセス基盤技術

の知的集約化・体系化に関する研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「ナノパーツを用いる高機

能マイクロポーラス材料の設計手法の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 産

業技術研究助成事業費助成金「空気の浄化・滅菌のため

のナノケージセラミック由来活性酸素利用システムの開

発」 

 

発 表：誌上発表25（23）件、口頭発表45（9）件、 

その他3件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］無機系膜の開発と利用に関する研究 

［研究代表者］水上富士夫（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］鈴木 敏重、丹羽 修一、小野寺嘉郎、 

横山 敏郎、松永 英之、清住 嘉道、 

花岡 隆昌、川合 章子、和久井喜人、 

濱川 聡、蛯名 武雄、長瀬多加子、 

西岡 将輝、池田 拓史、佐藤 剛一 

長谷川泰久、高橋由紀子、 

El-Safty Sherif 、 Tatineni Balaji 、
Sugiyana Doni、Nasir Muhamad、黒

田孝夫、乾昌路、河合修司、小村賢一、

芹生章典、葉淑英、Tanaka Alfredo、 
Llosa Tanco Margot、 
Chattopadhyay Abhijit、 
Ciocilteu Stefan、Gora Artur、 
Bere Kossi、Szollosi Gyorgy、 
Sasidharan Manickam、 
Eswaramoorthy Muthusamy 
（職員16名、21名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 貴金属系膜の開発と応用に関する研究 

 多孔質アルミナ（チューブ、ディスク）を膜の基板

材料として、無電解メッキ法による Pd 膜、Pd-Ag 合

金膜の被覆方法や熱処理条件を探索した。その結果、

ナノサイズのパラジウム超微粒子を核として均一に析

出させることで、欠陥のない Pd 薄膜（膜厚が数ミク

ロン以下）を形成する方法を開発し、H2/N2比104以

上の水素選択透過係数を達成した。さらに任意の

Pd/Ag 比を持つ薄膜の形成法を確立したほか、陽極

酸化アルミナ膜のミクロ細孔内部のみへの Ag 粒子析

出法を開発した。 

 Pd 膜による芳香族化合物の一段階水酸基化反応で

は反応率と選択率の向上を検討し、ベンゼンからフェ

ノールへの反応で転化率15%、選択率＞99%の反応成

績を達成した。また電子吸引性基や供与性基を持つベ

ンゼン誘導体を反応基質として用いても、水酸基化反

応が位置選択的に進行することを明らかにした（単流

収率で約3%以上）。この Pd 膜を用いたプロピレン酸

化反応では、転化率約1.5%、選択率20%でプロピレ

ンオキシドの合成に成功した。現在、Pd-Ag 合金膜

の利用と銀超微粒子膜触媒を用いた直接酸素酸化反応

を検討中である。また Pd 膜は反応場への水素の連続

供給を可能とするため、膜表面を利用する液相水素化

反応プロセスを民間企業と共同で実施中であり、既に

反応特性の向上に関して重要な知見を得ている。 

(2) ナノ空間制御膜の開発と応用に関する研究 

 シリカ五員環のストレートチャンネルを構造中に持

つ新規層状ケイ酸塩（PLS-1）を合成し、その精密構

造解析に成功した。これを出発原料に用い、その層間

を脱水重縮合反応によって直接接合し、新規なミクロ

ポーラス結晶（新型ゼオライト：CDS-1）へと誘導

する新規な合成法と、精密構造解析に成功した。層間

の直接縮合でナノ空間を作成する方法は、従来の試行

錯誤的ゼオライト合成法に革新をもたらし、今後の論

理的設計指針の一つと成りえるものである。この

CDS-1ゼオライトは高シリカのため耐熱性に優れ、

気相ベックマン転移反応に対して高い触媒活性を示し

た。現在、実用触媒としての可能性を民間企業と共同

で検討中である。さらに、CDS-1のアルミナ基板上

への膜化にも成功した。 

 セラミックス12CaO・7Al2O3は、その直径4Å のナ

ノケージ構造内に酸素アニオン（O-）を包蔵できる。

この材料を厚膜状に成形し、酸素を供給しつつ電圧を

印可することにより連続的に O-を放出することを確

認した。現在、オゾンの104倍も活性な O-を利用する

低温酸化プロセスの構築を進めており、まず高真空下

での半導体シリコンの表面酸化プロセスへ適用できる

ことを明らかにした。これは従来（1100℃～600℃）

よりも著しく低い温度（150℃）での酸化層形成・成

長を可能し、同時に残留レジストの除去にも効果的で

あるため、半導体プロセスの省エネ型炭素質除去への

応用を検討している。本材料については、薄膜化によ

る化学プロセスや VOC 分解など環境プロセスへの利

用拡大を進めている。 

(3) 無機有機複合膜の開発と応用に関する研究 

 オンサイトで有害化学物質の迅速・正確な計測を可

能とする、薄膜フィルムキットや目視判定などの計測

手法の開発、簡易かつ高感度の計測システムの開発に

成功した。鉛選択性の高いジベンゾー18-クラウンと、

陰イオン性色素を PVC などの膜化剤を用い透明基板

上に製膜したフィルムは、検水中の鉛イオン濃度に応

じ色相変化を起こし、目視による濃度判定を可能にし

た。また、ある種のキレート樹脂のモリブデン錯体が、
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酸性条件下でヒ素濃度にしたがって薄黄色から青緑色

に連続的に変色することを見出し、これを利用する新

しい微量ヒ素の簡易目視検出法を開発した。本法によ

り、排水基準値である0.1ppm のヒ素濃度の検出を迅

速に行うことができる。 

 粘土鉱物の層間に有機機能物質を安定に包接した自

立配向薄膜の作成に成功した。膜中の有機機能物質は

層間に均一に高分散しており、その熱安定性は包接さ

れることによって著しく向上した。有機機能物質がレ

ゾルシンである場合には、膜は800℃の高温条件下で

も大きな構造変化を起こさなかった。膜は均一でピン

ホールがなく、その遮水性能は高く、柔軟性に富むこ

とから耐熱シール材やセパレータとしての用途を検討

中である。ペルオキシターゼ酵素と発光試薬を複合化

した粘土自立配向薄膜では、複合化で酵素の失活が防

止されることを見出し、これを基に本配向膜を用いた

過酸化水素の化学発光検出法を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］無機膜、パラジウム膜、シリケート系多

孔質膜、無電解メッキ、水熱合成、分離

機能、透過機能、反応機能、高温シール

材、簡易計測 

 

④【マイクロ空間化学研究ラボ】 
（Micro-space Chemistry Lab） 

（存続期間：2002.4～） 

 

研究ラボ長：清水 肇 

副研究ラボ長：前田 英明 

 

所在地：九州センター 

人 員：6（6）名 

経 費：148,137千円（92,395千円） 

 

概 要： 

 近年の「化学産業」を取り巻く環境は厳しく、ニー

ズの多様化による多品種少量生産型への移行や国際的

な競争力強化と共に、省資源・省エネルギーや低環境

負荷といった永続的・持続的社会実現のための貢献な

ど、大幅な生産の効率化と質的転換が迫られている。

微小なマイクロ空間を活用し、流体を高速、高精度に

扱うマイクロ空間化学技術は、反応・分析・計測の効

率化・高速化のための革新的な技術としてのみならず、

新規で特異的な反応場としても注目を集めており、化

学産業だけではなく、医療、製薬、バイオ関連、食品

産業などからも大きな期待が寄せられている。 

 本研究ラボでは、マイクロリアクター技術を基礎と

するマイクロ空間技術にナノテクノロジーを融合させ、

新たな研究領域や研究センターの創設に連携する異分

野融合性の高い新規研究・技術領域を創出することを

目標とすると共に、新たな機能を有する高性能の微小

流体デバイスの開発及びその応用・展開技術の確立を

通して、化学産業のみならず、環境、医療、製薬、バ

イオ関連、食品産業、化成工業等への貢献を目指して

いる。 

 本研究ラボでは次の3つの重点課題、1)微小流体分

析チップ技術、2)ナノマテリアルプロセッシング技術、

3)生物有機化学システム技術 を掲げて研究を行って

いる。 

 第1の課題においては、マイクロ流体システムの特

性を 大限に利用した分析チップの開発を行った。こ

の開発研究は、高度な流体操作性が特徴であるマイク

ロ流体チップを用い、小型で迅速、かつ、極めて簡便

な操作でありながら、高精度な分析を行うことができ

る新しい分析法の開発を 大の目的としているもので

ある。昨年度、この開発に成功したが、そこで見出し

た新規手法や知見の中には、理論的に不明な点が残さ

れており、この点の検討の必要性を指摘されていた。

したがって本年度は数値流体力学シミュレーションや、

共焦点顕微鏡を用いた3次元流体挙動観察により流体

挙動の解析を行うことで、分析の際の現象を理論的に

解明するべく研究を行った。その結果、マイクロ流路

内での2液の界面に2本鎖 DNA が蓄積し、流路カーブ

における一種の「分子ふるい効果」により2本鎖

DNA を分離するというモデルを考え、シミュレーシ

ョンならびに実験結果とよく一致した。ここでの、

「分子ふるい効果」もまた新しい知見であり、これを

利用した応用についても検討を開始することとなった。

また、マイクロ流路内で DNA が自発的に伸びるとい

う現象に関しては、高分子鎖の「コイル－ストレッチ

転移」という理論で説明することができた。また、本

DNA 検出手法により一塩基変異の検出も精度よく行

うことができることも実験的に示した。 

 第2の課題においては、マイクロ流体システムの特

徴を生かして、ナノ粒子合成プロセスの開発とその確

立を図ることを研究目的とした。本年度は、リアクタ

ーによる蛍光ナノ粒子合成システムの 適化とその拡

張を図った。CdSe ナノ粒子のマイクロリアクター合

成法の 適化を行った結果、これまで蛍光半値幅

40nm（推定粒径変動係数7-10%程度）だったものを、

蛍光半値幅30nm（推定変動係数5%程度）に押さえる

ことができた。また、反応収率も50%程度を達成し、

現在、この CdSe ナノ粒子の10g/day の生産の目処を

立てた。さらに、マイクロリアクターを用いてこの生

成物に ZnS 被覆を行う方法を開発して量子収率70-

80%を達成し、複合粒子の製造法を確立するとともに、

被覆量制御におけるマイクロリアクターの優位性を示

すことが出来た。一方、毒性の高い CdSe 系の粒子の

代替材料として Si、Cu-In-Zn-S 系ナノ粒子の合成を

試み、さらには金属（Ag）、有機系ナノ材料へのマイ
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クロリアクターの適用を検討した。 

 第3の課題としては、マイクロ・ナノ空間を用いた

生物有機化学反応システムの構築を掲げた。昨年度ま

でに、マイクロ酵素化学プラントの基盤となる酵素固

定化マイクロリアクター技術、マイクロチャネル表面

の高度修飾技術、酵素を可逆的に固定化する技術の開

発に成功していたが、本年度はこれらの技術を応用し

て酵素反応を多段階で行うマイクロリアクター技術の

開発に成功した。また、細胞利用技術の基盤として、

癌化した細胞などをマイクロチャネル内に流通させ、

抗がん剤候補化合物の検索を行うマイクロチップの開

発を行った。本年度は候補化合物への細胞応答を蛍光

強度変化で検出するマイクロチップの 適化を行った。

このマイクロチップを用いて、バッチ式同様の刺激応

答の経時変化や阻害物質による蛍光強度の減衰を微量

で測定することが出来た。 

 またマイクロチャネル内の流体挙動を制御して水と

有機溶媒の混合を制御することにより、反応剤分子の

構造に基づいて反応速度を任意に制御する技術、なら

びにマイクロチャネル内を部分的に化学修飾し、水油

を完全に分離する技術などの確立も行った。 

 上記3課題の研究基盤を支えるものとして、数値流

体力学シミュレーションを行っている。本年度は、先

に述べた DNA 分析チップ内の流体挙動、および検出

原理の理論的解明のために、DNA のハイブリダイズ

と拡散を考慮に入れた計算を行い、実験結果に見られ

る傾向を説明することができた。この他、層流のため

迅速な混合が困難であるマイクロ空間において、拡散

支配の混合をより促進するために、拡散長さを短縮し、

界面積を増大させる効果を狙った多層型マイクロリア

クターを開発し、その混合性能を実験観察とシミュレ

ーションにより評価した。その結果シミュレーション

により混合率の評価が可能であることを示し、マイク

ロリアクターにおける化学反応設計において流路の構

造設計が重要であることを明らかとした。 

 このように、当ユニットにおいては、3つの重点課

題において、化学反応・分析現象の理論的把握といっ

た第1種基礎研究、異分野融合を行う第2種基礎研究、

さらには実用化、さらにはベンチャー化を視野に入れ

た企業との共同研究、各種プロジェクトへの参画を行

っており、産総研の推し進める本格研究を展開してい

る。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

財団法人九州産業技術センター 

平成15年度地域コンソーシアム研究開発事業 

「医療・環境分析用マイクロフローチップの開発」 

 

財団法人九州産業技術センター 

「平成15年度地域コンソーシアム研究開発事業（ナノサ

イズ蛍光粒子製造用マイクロ流体システムの開発）」 

 

財団法人九州産業技術センター 

「平成15年度地域新生コンソーシアム研究開発事業(医

療・環境分析用マイクロフローチップの開発)」 

 

マイクロ化学プロセス技術研究組合 

「ミクロ空間化学反応・現象の解明に関する研究開発」 

 

マイクロ化学プロセス技術研究組合 

FOCUS21 
「ミクロ空間化学反応・現象解明に関する研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術研究助成事業費助成金 

「シリコンナノ粒子精密連続合成のためのマイクロ空間

プロセスの開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術研究助成事業費助成金 

「感染症診断用マイクロ流体チップの開発」 

 

発 表：誌上発表19（18）件、口頭発表66（11）件、 

その他0件 

-------------------------------------------------------------------------- 
微小流体分析チップ技術グループ 

（Micro-fluid Analysis Chip Technology Group） 
研究グループ長：山下 健一 

（九州センター） 

概 要： 

 マイクロ流体システムの特性を 大限に活用した分

析チップの開発を行う。 

 高度な流体操作性が特徴であるマイクロ流体チップ

を用い、小型で迅速、かつ、極めて簡便な操作であり

ながら、高精度な分析を行うことができる新しい分析

法の開発を 大の目的とする。また、各ユーザーのニ

ーズに合わせ、ある特定の目的に特化したマイクロ流

体システムを作成する技術、すなわちマイクロ流体チ

ップそのものを作成する技術や流路設計のための指針

を検討することにより、末端の検査・医療現場ならび

にオンサイト分析関連への普及を前提とした分析装置

の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノマテリアル創製技術グループ 

（Nano-Material Processing Technology Group） 
研究グループ長：中村 浩之 

（九州センター） 

概 要： 

 マイクロ流体システムの特徴を生かして、ナノ粒子
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合成プロセスの開発とその確立を図ることを研究目的

とする。 

 本年度は、リアクターによる蛍光ナノ粒子合成シス

テムの 適化とその拡張を図った。CdSe ナノ粒子の

マイクロリアクター合成法の 適化を行った結果、こ

れまで蛍光半値幅40nm（推定粒径変動係数7-10%程

度）だったものを、蛍光半値幅30nm（推定変動係数

5%程度）に押さえることができた。また、反応収率

も50%程度を達成し、現在、この CdSe ナノ粒子の

10g/day の生産の目処を立てた。さらに、マイクロリ

アクターを用いてこの生成物に ZnS 被覆を行う方法

を開発して量子収率70-80%を達成し、複合粒子の製

造法を確立するとともに、被覆量制御におけるマイク

ロリアクターの優位性を示すことが出来た。一方、毒

性の高い CdSe 系の粒子の代替材料として Si、Cu-
In-Zn-S 系ナノ粒子の合成を試み、さらには金属

（Ag）、有機系ナノ材料へのマイクロリアクターの適

用を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

生物有機化学システム技術グループ 

（Bioorganic Chemistry System Group） 
研究グループ長：宮崎真佐也 

（九州センター） 

概 要： 

 マイクロ・ナノ空間を用いた生物有機化学反応シス

テムは、高度な機能を持つ生体模倣システム構築の観

点から、将来を嘱望されている技術である。しかしな

がら、この分野ではまだ基本技術の確立がなされてお

らず、世界的に見ても基礎研究段階である。本研究グ

ループでは、このマイクロ・ナノ空間を用いた生物有

機化学反応システムの基盤技術である、マイクロ空間

内での化学反応の特異的現象の解明、マイクロ空間内

での酵素反応制御技術と細胞利用技術の基盤の確立を

目指している。具体的な研究内容としては、複合生体

分子合成を指向したマイクロリアクターを用いる有機

合成反応技術の開発、従来のバルクでの反応系では困

難な多段階酵素反応用マイクロリアクターの開発、な

らびに細胞フロー型マイクロチップを用いた薬剤検索

システムの開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］「小型迅速計測・分析用マイクロ流体

チップの開発に関する研究（運営費交付

金、経済産業省地域新生コンソーシアム

研究開発、マイクロ流体システムによる

ナノ分子操作）」 

［研究代表者］山下 健一（マイクロ空間化学研究ラ 

ボ） 

［研究担当者］山下 健一、前田 英明、山口 佳子 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロ流体システムの特徴を活かし、臨床検査など

のオンサイト・オンデマンド利用に 適な遺伝子（およ

びその他の生体関連物質を中心とした）分析システムの

開発を行った。目指す性能は、簡単・安価・迅速・高精

度・客観性の両立であり、DNA チップなどのハイスル

ープット分析システムとは対極的立場にある。本分析デ

バイスの特徴は、特に信頼性・客観性・即時性を高度に

要求される臨床検査器具として 適であり、このような

方面への応用を中心に検討を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］オンサイト分析、マイクロリアクター、

マイクロ流体システム、マイクロ流路、

μ-TAS、分析器具、医療用診断器具 

 

［テーマ題目２］「ナノ材料合成技術の確立とその応用

展開技術の開発に関する研究（運営費交

付金、経済産業省産業技術総合研究所技

術研究助成事業、経済作業省地域新生コ

ンソーシアム研究開発、経済産業省

FOCUS21、糖鎖工学研究ユニットと共

同研究）」 

［研究代表者］中村 浩之（マイクロ空間化学研究ラ 

ボ） 

［研究担当者］中村 浩之、前田 英明、井上 耕三 

（職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロ流体システムの特徴を生かして、ナノ粒子合

成プロセスの開発とその確立を図ることを研究目的とす

る。 本年度は、リアクターによる蛍光ナノ粒子合成シ

ステムの 適化とその拡張を図った。CdSe ナノ粒子の

マイクロリアクター合成法の 適化を行った結果、これ

まで蛍光半値幅40nm（推定粒径変動係数7-10%程度）

だったものを、蛍光半値幅30nm（推定変動係数5%程

度）に押さえることができた。また、反応収率も50%程

度を達成し、現在、この CdSe ナノ粒子の10g/day の生

産の目処を立てた。さらに、マイクロリアクターを用い

てこの生成物に ZnS 被覆を行う方法を開発して量子収

率70-80%を達成し、複合粒子の製造法を確立するとと

もに、被覆量制御におけるマイクロリアクターの優位性

を示すことが出来た。一方、毒性の高い CdSe 系の粒子

の代替材料として Si、Cu-In-Zn-S 系ナノ粒子の合成を

試み、さらには金属（Ag）、有機系ナノ材料へのマイク

ロリアクターの適用を検討した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マイクロリアクター、ナノ粒子、製造プ

ロセス、CdSe、複合粒子、量子ドット 

 

［テーマ題目３］「生化学反応用マイクロ流体システム
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の開発に関する研究（運営費交付金、経

済産業省 FOCUS21、経済産業省産業技

術総合研究所技術研究助成事業、経済産

業省地域新生コンソーシアム研究開

発）」 

［研究代表者］宮崎真佐也（マイクロ空間化学研究ラ 

ボ） 

［研究担当者］宮崎真佐也、前田 英明 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 我々はこれまでに、マイクロ酵素化学プラントの基盤

となる酵素固定化マイクロリアクター技術、マイクロチ

ャネル表面の高度修飾技術、酵素を可逆的に固定化する

技術を開発した。これらの技術を応用して酵素反応を多

段階で行うマイクロリアクター技術の開発に成功した。 

 また、細胞利用技術の基盤として、癌化した細胞など

をマイクロチャネル内に流通させ、抗がん剤候補化合物

の検索を行うマイクロチップの開発を行った。本年度は

候補化合物への細胞応答を蛍光強度変化で検出するマイ

クロチップの 適化を行った。このマイクロチップを用

いて、バッチ式同様の刺激応答の経時変化や阻害物質に

よる蛍光強度の減衰を微量で測定することが出来た。 

 またマイクロチャネル内の流体挙動を制御して水と有

機溶媒の混合を制御することにより、反応剤分子の構造

に基づいて反応速度を任意に制御する技術、ならびにマ

イクロチャネル内を部分的に化学修飾し、水油を完全に

分離する技術などの確立も行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］生体模倣システム、酵素反応、マイクロ

リアクター 

 

⑤【極微プロファイル計測研究ラボ】 
（Ultra-fine Profiling Technology Research Lab.） 

（存続期間：2002.4.1～2004.3.31） 

 

研究ユニット長：一村 信吾 

 

所在地：つくば中央第二 

人 員：7（7）名 

経 費：321,812千円（152,160千円） 

 

概 要： 

１．研究ユニットのミッションと研究の概要 

（資料1） 

 現在、原子・分子レベルの極微構造体を制御して

物質・材料に新たな機能を付加し、新しい産業を創

出しようとする大きな潮流が生まれている。極微プ

ロファイル計測研究ラボは、「計測できるものだけ

が制御できる」との基本コンセプトのもと、「極微

で形容される対象を計測する技術と、そこから派生

する制御技術の開発と普及」を目指すことをミッシ

ョンとする。また開発成果は「利用しやすい形態ま

で加工した提示方法により社会的還元が進む」との

立場から、製品化による実用化に加えて、標準物質

供給や工業標準化など規格化・標準化に貢献するこ

とを目標とする。 

 一方、極微の世界を調べる上で「より小さなもの

を見たい」、「より僅かなものを検出したい」等の要

求は、ライフサイエンスや情報・通信、環境・エネ

ルギーなどの重点分野を問わず共通する。このため、

このような共通の要求指標のもとに基本部分（これ

をプラットフォーム技術と呼ぶ）の開発を進めてい

けば、特定の分野への応用に向けたインタフェース

部を付加することで、常に 先端の要求に合致する

計測技術、制御技術を提供できると考えられる。 

 そこで本ラボでは、汎用性の高いプラットフォー

ム技術の開発を指標として設定した上で、①極微小

空間計測、②極微量計測、③極微エネルギー計測に

関する下記の課題を研究対象として推進する。但し、

個々の課題内で展開する外部委託テーマの重要性や

現在の人材ポテンシャルを勘案して、平成15年度は、

①を 重要課題、③を重要課題、②を将来展開に向

けた探索課題、と設定する。 

① 課題１：極微小空間計測 

 －極微小空間の構造・組成・状態プロファイ

ル計測技術と制御技術の研究－ 

 原子列で数個～数百個相当の厚さを有する膜

構造体の界面平坦性、厚さ、均一性、組成など

の精密計測技術と、急峻な界面構造を実現する

薄膜形成技術開発を行う。特に、シリコン基板

上に制御された膜厚を有するシリコン酸化膜を

形成し、その膜厚・膜質、界面特性等を精密に

評価した上で、深さ解析用（深さナノスケー

ル）の標準物質として供給することまでを目標

とする。この薄膜形成に係わる、「活性種（オゾ

ン）を利用した新しい酸化技術の開発」をプラ

ットフォーム技術として設定し、開発技術の製

品化や産業界のニーズに応えた様様なオゾンの

応用分野の開拓を推進する一方、オゾンの濃

度・空間分布計測技術などの課題にも挑戦する。 

② 課題２：極微量計測 

 －極微量物質の空間・時間分布プロファイル

計測技術の研究－ 

 「アトムカウンティング技術」（レーザを用い

た真空中の単原子計測技術）を基本的ポテンシ

ャルとして、原子・分子の数と質量の確度100%
の計測技術へとレベルアップし、極浅注入不純

物原子・分子の深さプロファイル計測（半導体

分野への応用）に展開する研究を推進する。こ

のため、半導体の極表面層をエッチングする新
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しい技術として金属クラスター錯体イオン源の

開発に注力し、新たなプラットフォーム技術と

しての可能性を探索する。 

③ 課題３：極微エネルギー計測 

 －エネルギー量子の高感度・精密計測を実現

する新しい検出器技術の研究－ 

 高い検出感度・高いエネルギー分解能を有す

るエネルギー量子計測技術開発に向けて、超伝

導体を利用したエネルギー量子検出器の開発を

推進する。特に、単一素子としての性能の向上

とともに、検出性能（検出率）の向上に向けた

検出器のアレー化を進める。このプラットフォ

ーム技術としての検出器開発技術をもとに、電

磁波の量子（光子）の検出を通した Super-EDX
の開発、質量を有する量子（分子）の検出を通

した Super-TOF の開発など、既存の検出器では

実現できなかった性能を有する装置（システム

技術）の開発にも取り組み、バイオ分野、ナノ

テク・IT 分野など広範な分野への貢献を目指す。 

２．研究方法論 

 当ラボでは、独自性の高い研究、二番煎じでない

研究の推進を主眼とし、新しい装置・手法の開発を

通してその独自性を確立する、Technology oriented
な研究アプローチ法を第一義としている。研究開発

アイデアの独自性は知的財産権の獲得という形で、

研究開発成果の独自性はオリジナル論文の発表とい

う形で発信されるのが通例である。当ラボではこれ

を更に進め、知的財産は実用化・製品化の形で社会

へ発信・普及すること、研究開発成果は獲得知識の

共有化（データベース化）や標準化、もしくは標準

物質の提供という形で社会への発信・普及すること

までも視野に入れた研究開発を展開することを目指

している。いわば、公知の事実として発信した後は

利用者が現れるのを待つという受身的な成果発信か

ら、利用者が利用しやすい形にまで成果を加工する

という攻めの成果発信を推進することを目標として

いる。 

 極微小空間計測の研究（課題１）で主として創出

するのは、「ナノスケール」として供給できる膜

質・膜厚を有する、極薄シリコン酸化膜の作製・評

価技術である。この課題の柱である経済省の委託テ

ーマでは作製極薄酸化膜を標準物質として供給する

ことまでが要請されており、標準化というキーワー

ドとも合致している。極薄シリコン酸化膜の作製に

は当ラボの独自技術である超高濃度オゾンを使用す

るが、これは、高い酸化反応活性や酸化（反応）プ

ロセスの低温化、作製酸化膜の高品位性などから、

様様な分野での応用展開が期待でき、実際産業界の

多数機関から共同研究、秘密保持契約に基づく研究

が求められている。その実績を踏まえて、プラット

フォーム技術としての「オゾン（活性種）酸化」技

術の開発と製品化を通した産業界への普及も進めて

いる。 

 極微量計測の研究（課題２）では、単原子検出と

いう究極の検出感度・検出精度を有する粒子検出技

術、及び関連技術が創出目標である。この課題の主

要テーマと位置付けられる経済省の委託テーマでは、

開発成果をもとに工業標準化に貢献することが求め

られており、規格化というキーワードとも整合して

いる。この研究開発においては、極高真空の計測で

実績のあるアトムカウンティング技術をプラットフ

ォーム技術（汎用性ある粒子検出技術）と設定して

いる。加えて、委託テーマ（極浅不純物注入半導体

の深さプロファイル分析）に向けて新たに開発する

クラスター錯体イオンビーム関連技術も、今後様様

な分野に応用できるプラットフォーム技術に成長さ

せることを企図している。 

 極微エネルギー計測の研究（課題３）では、エネ

ルギー量子の検出において従来の検出器を凌駕でき

る新しい検出器技術の創出が目標である。ラボが所

有する超伝導検出器作製技術をベースとして、高い

エネルギー分解能、均一な応答特性を有する大面積

検出器素子、及び素子のアレー化を進め、Super-
EDX、Super-TOF という2つの異なる利用形態で

の性能実証を通して、検出器技術の汎用性（プラッ

トフォーム性）を実証することを目指している。そ

の実証過程においては他研究ユニットや外部機関の

協力も得てモデルシステムの自作も目指すが、作製

システムに一種の“測定標準器”としての特徴を具

備させることを目指し、標準化のキーワードを意識

した展開を進めている。 

 上記各課題内テーマの連携、及び課題間の連携を

とった推進とともに、共同研究契約等に基づく産業

界・学界との連携を通して、シーズ開拓から実用化

までを視野にいれた研究展開を意味する「本格研

究」を推進していく。同時に、ラボは一方で研究セ

ンターないし研究部門として成長する使命を課せら

れていることも踏まえて、「計測（制御）技術」と

「規格化・標準化」をキーワードとする新しい研究

ユニットの創出を目指して研究を展開している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省産業技術研究開発委託費「極浅不純物注入半

導体の深さプロファイル分析のための標準化」 

 

経済産業省原子力研究委託費「光子情報複合検出技術に

関する研究」 

 

経済産業省中小企業支援型研究開発（共同研究型）「2成

分ガス濃度計の開発」 
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NEDO ナノ計測・加工プロジェクト「3D ナノメートル

標準物質創成」 

 

発 表：誌上発表4（3）件、口頭発表39（11）件、 

その他0件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］極微小空間計測の研究（主として経済

産業省委託研究制度） 

［研究代表者］一村 信吾（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］一村 信吾、野中 秀彦、黒河 明、 

中村 健（職員4名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

研究の目的 

 高濃度オゾンガスを用いてシリコン基板上に制御され

た膜厚を有するシリコン酸化膜を形成すること、その膜

質や界面構造（界面平坦性、界面歪）などを精密に評価

すること、その上で計測標準研究部門との協力のもとに、

作製した極薄シリコン酸化膜を深さ解析用ナノスケール

標準物質として供給することを第一の目標とする。この

ため、供給開始が予定される2006年4月を視野に入れて、

次のような課題設定のもとに研究を進める。①極薄酸化

膜形成技術の研究、②大面積酸化技術の研究、③酸化膜

計測・評価の研究、④標準物質供給に向けた研究（表面

汚染層の計測評価研究）。 

進捗状況 

① 大面積酸化技術の研究 

 ナノスケール標準物質の供給に際して不可欠な大面

積酸化技術開発に向けて、H14年度に試作した大流量

オゾン供給が可能な超高濃度オゾン連続供給装置の半

導体対応クリーン環境における性能評価、および制御

用ソフトウエア等の調整を進めた。その結果、流量安

定性±1.1%以内を保って超高濃度（99%以上）オゾ

ンを60sccm 以上の流量で連続供給できる性能を実現

し、大面積酸化炉とのシステム化を可能にした。 

 大面積酸化を実現する酸化炉の試作開発に際しては、

オゾン酸化に関して当研究ラボで蓄積してきた測定結

果（オゾン反応の材料種依存性、金属材料の不働態化

処理）をもとに、2種の材料（石英とアルミニウム）

による大面積酸化炉を設計・試作した。石英炉は

H14年度までに小型試料で高品位シリコン酸化膜を低

温作製した実績、アルミニウム炉は H14年度に優れ

た不動態化特性を有することを明らかにした実績、及

び酸化炉の大型化に適した特性に基づいて選択した。

これらの酸化炉に超高濃オゾンを導入して4インチ

（石英炉）から8インチまで（金属炉）の大面積シリ

コンウエハを酸化し、様様なオゾン導入方式を検討す

ることにより、作製面積内における酸化膜厚の変動が

±0.3nm レベル（厚さ5.2nm に対して）の均一極薄

シリコン酸化膜を作製できるレベルまで実現した。オ

ゾン流量等の導入条件の決定には、濃度および空間精

度がそれぞれ±10%、5mm 以内にまで高度化したそ

の場オゾン濃度計測により得られたデータを用いた。

これまでの実験では作製膜の成長速度が遅く（このた

めシリコン基板温度600℃から750℃という高い温度を

必要としており）、オゾンが基板表面で分解生成した

酸素分子が後からくるオゾンの酸化反応を阻害してい

ることが示唆される。このため、分解生成物の酸素を

いかに速やかに排気するかが今後の主要検討課題であ

り、石英炉、金属炉のそれぞれの方式の特長を生かし

た作製条件の探索を進めた。 

 H15年度後半では、炉構造の改良と製膜条件の 適

化あるいはオゾンの紫外光励起の併用によりさらなる

膜厚の均一化と作製温度の低温化を目指した研究を展

開した。まず高繰り返しエキシマレーザーをオゾンの

励起源とする基板移動型超低温酸化装置を試作し、オ

ゾン供給量、基板移動速度などの酸化条件の 適化を

進めた。その結果、200℃以下の低温条件において

0.5cm 毎分の移動速度で膜厚2nm 超の酸化膜を8イン

チ基板上に超低温連続作製することが可能となった。 

② 酸化膜計測・評価の研究 

 極限まで分解能を高めたフーリエ変換赤外分光法に

よる極薄オゾン酸化膜と熱酸化膜の振動構造解析の結

果、オゾン酸化膜では二つの振動モードの周波数が界

面近傍（0.5nm 以下）まで一定であったのに対し、

熱酸化膜では構造遷移層に対応したシフトが観測され、

オゾン酸化膜の急峻な界面構造を裏付けることができ

た。本解析法では試料は常圧環境にあり、非破壊分析

であるため、高品位オゾン酸化膜の作製条件への容易

なフィードバックが可能となった。さらに、平坦な界

面を持つ酸化膜作製のための基板処理条件の探索にむ

けて、原子間力顕微鏡を用いた（100）面におけるス

テップ構造の観測に着手し、透過電子顕微鏡による作

製酸化膜の断面観察と併せて、基板表面原子層レベル

評価技術の開発を進めた。H15年度後半では、構造遷

移層と周波数シフトの関係についての解析を進め、極

薄膜領域における諸物理量の定量的な評価を試みた。

また、オフセット角が明らかなシリコンエピ基板を用

いて、制御されたステップ構造が得られる基板処理条

件の探索と、制御されたステップ構造を有する基板面

への極薄酸化膜の形成に伴う界面歪の発生機構の解明

を進めた。 

③ 極薄酸化膜の超低温形成技術の研究 

 超高濃度オゾンを波長248nm の紫外光レーザ

（20mJ、30Hz）で光励起することにより、シリコン

基板温度200℃という低温において、オゾン分圧

100Pa、酸化時間20分で厚さ2.7nm の酸化膜を得た。

この酸化速度は、1気圧酸素はもちろんのこと超高濃

度オゾンを用いてもオゾンの熱分解が抑制されるため、

加熱のみでは達成不可能な値である。H15年度後半で
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は、光励起条件の 適化のためにプローブ光による共

鳴励起を用いた励起種のその場測定手法を新たに開発

し、大出力レーザ光（300mJ、100Hz）を用いてより

高いオゾン分圧に対応した低温酸化炉を設計・作製し、

大面積化への対応を進めた。この結果、プロトタイプ

の作製に必要な技術要素のうち、オゾンの光解離によ

る励起状態酸素の高効率生成、基板移動による大面積

連続酸化までを解決することができた。今後は、光照

射光学系を改良することによる成膜速度の増大と

MOS キャパシタ構造による電気的特性の測定に基づ

く膜質の高品位化の両立が課題である。 

［分 野 名］標準・計測 

［キーワード］極薄シリコン酸化膜、オゾン、 

 

［テーマ題目２］極微エネルギー計測の研究（主として

経済産業省委託研究制度） 

［研究代表者］大久保雅隆（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］大久保雅隆、浮辺 雅宏 

（職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的 

 超伝導体を利用した高い検出感度・高いエネルギー分

解能を有するエネルギー量子計測技術開発を行う。単一

素子としての性能の向上とともに、検出性能（検出率）

の向上に向けた検出器のアレー化を進める。科学計測ツ

ール、産業計測ツールとしての先端計測機器開発におい

て、世界に先駆けた日本独自の技術開発とその開発成果

の産業界への普及を目指す。またプラットフォーム技術

としての量子検出器の特性を活かし、極微エネルギー計

測の研究を通した Super-EDX（超伝導エネルギー分散

分光法；X 線の高エネルギー分解能検出装置）、Super-
TOF（多次元情報飛行時間質量分光法；巨大分子の高

感度・高信頼性検出）開発のためのシステム化技術にも

取り組む。 

進捗状況 

 Super-EDX 開発に向けた X 線検出用超伝導検出器の

応答特性の改善では、Nb/Al/AlOx/Al/Nb の層構造から

なる素子において、Al 厚を従来の30nm から70nm に厚

くすることにより、単一素子の応答特性の空間均一性を

改善できることを発見した。これにより、5keV-10keV
の光子エネルギーを測定したときに、従来50%以上あっ

た空間不均一性を10%以内とすることができた。また、

軟Ｘ線領域の酸素の蛍光（O Kα線）の光子に対するエ

ネルギー測定において、従来型半導体検出器（シリコン

ドリフト検出器）の7.4倍高いエネルギー分解能での光

子エネルギー測定（高エネルギー分解能測定）に成功し

た。この超伝導検出器を使って化合物半導体である

ZnO の X 線吸収分光を試み、薄膜試料のスペクトルを

得ることができた。 

 Super-TOF の開発は、産総研が進める新たなシーズ

開拓のための重点化テーマとして7月からスタートした。

目標は、巨大な分子量を有する検出対象において、質量

数とともに飛来粒子数の定量的な検出を可能にする

TOF システムの作成である。H15年度後半には、光学

系の設計、構築を行い、巨大蛋白質分子の模擬試料とし

て、金クラスターによる質量分光実験を行う。併せて、

超伝導アレイ検出器の冷却、読み出しに関する基本設計

を完了する予定である。 

 空間均一性10%の実現は、世界的に見て我々のみが行

うことができる評価手法で直接確認したものであり、オ

リジナリティーは高い。また、空間的不均一性のため、

高エネルギー光子に対してこれまで十分な性能を示すこ

とができなかった超伝導素子において、軟 X 線領域で

は半導体技術を大きく凌ぐ性能を実現できることを世界

で初めて確認した。これにより、従来は困難であった軽

元素 K 線や重元素の L 線、M 線を使った蛍光分析の可

能性を拓くことができた。 

 Super-EDX に向けた検出器の数値性能として、低光

子エネルギー領域において、目標性能を実現した。今後、

所期の光子エネルギー領域（6keV 程度）において数値

目標を達成するための研究を推進する必要がある。（現

時点での達成度は50%）。産総研内部の重点テーマとし

て設定した Super-TOF の開発は、年度途中に開始した

ため中期計画上はまだ明示されていない。この開発を通

して、昨今重要性が指摘されている先端機器の海外依存

からの脱却に貢献することを目指している。 

［分 野 名］標準・計測 

［キーワード］超伝導検出器、生体高分子質量分析、 
X 線材料分析 

 

⑥【単一分子生体ナノ計測研究ラボ】 
（Single-Molecule Bioanalysis Laboratory） 

（存続期間：2002.10.1～2005.9.30） 

 

研究ラボ長：馬場 嘉信 

副研究ラボ長：石川 満 

 

所在地：四国センター 

人 員：6（6）名 

経 費：59,780千円（31,989千円） 

 

概 要： 

 生体分子1個を操作し計測する技術開発を標榜して、

当ラボは平成14年10月に四国センターに設置された。

分離・分析のプラットホームの微小化、および処理す

る試料の極微量化が進み、究極的には一個の分子に到

達しつつある化学分析をナノテクノロジーの一環とし

て捉えるところに大きな特色がある。このラボを拡充

発展させてわが国の健康産業(バイオ関連機器産業、



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(403) 

医療支援産業、創薬支援産業、食品関連産業、健康環

境維持産業等)の発展育成に、主として技術面から貢

献することを目的とする。 

 21世紀には、国民の高齢化が一層進み、生活様式が

変化する中で、がん、脳卒中ばかりでなく、肥満によ

って誘発される高血圧、糖尿病などの「生活習慣病」

や、高齢化に伴う「痴呆」や「寝たきり」が増加する

ことが予想されている。国民の健康寿命を延伸するた

めには、これらの疾患の発症機構の研究や、予防及び

治療技術の高度化、そして簡便化がますます要求され

る。健康寿命の延伸のために必要な研究開発のうち、

病気とはいえないがその直前の状態、いわゆる「未

病」状態の人の健康指標を迅速にその場測定して、適

切な予防および治療を施すことが極めて重要になって

くる。当ラボを、このような予防および治療を可能に

する革新的技術を開発するためのわが国における中核

的拠点へと進化させ、21世紀の人類社会の発展に寄与

することを目指す。 

 世界諸国に先駆けて少子高齢化に直面する日本にお

いて、年額30兆円にものぼる国民医療費の削減、中で

も老人医療費の伸びの抑制や家族介護費用の低減を図

ることが大きな課題になっている。健康で活力に満ち

た質の高い生活を確保するために、「未病」状態の人

の健康指標をその場測定すること、そして IT 技術を

利用して得られた情報を効果的に活用できるような社

会的システムを構築することが要求されるであろう。

このような社会システムを実現するためには、新たな

原理に基づく、より微小、高効率、高精度、その場測

定が可能な新たな計測法の開発がカギとなる。健康産

業の創生は、我が国全体の大きな流れであり、技術開

発の将来展望を描いた「国家産業技術戦略」でも、社

会ニーズへの対応として掲げられた四つの目標の中に、

「高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実

現」を掲げている。政府のバイオテクノロジー戦略大

綱（2002.12.6.）においてもバイオツール開発の重要

性・緊急性、機能性食品産業の重要性等がうたわれて

おり、当研究ラボの研究開発目標もこの方向に沿った

ものである。 

 当ラボが設置されている四国センターが立地する四

国地域に目を転じると、この地域では健康産業関連技

術開発のポテンシャルが高いことが知られている。四

国地域では、四国経済産業局を中心として「四国テク

ノブリッジ計画」を推進し、健康関連産業や医療・福

祉産業の産業クラスター形成を目指している。四国地

域には健康、医療・福祉関連、環境等関連の分野で産

学連携に積極的に取り組んでいる企業や、今後取り組

む計画を持っている企業が多く存在するとともに、徳

島大学、愛媛大学、香川大学、高知医科大学において

バイオテクノロジーの研究で顕著な成果を出している。

特に徳島大学では、ゲノム機能研究センターや分子酵

素学研究センターのような独自の研究機構を持ち、医

学・工学融合領域での日本の牽引役として期待されて

いる。また、四国地域には健康産業・医薬品等に関連

する優秀な技術やノウハウを持った企業も広く分布し

ている。今や健康を維持するための機能性食品等の研

究開発は産業界の重要なターゲットとなっている。四

国には早くから在宅健康管理システムを導入し、医療

費の削減に成功している自治体もあり、住民の健康に

対する意識は高いと云える。このように、四国という

地域的な視点から見ても、ラボを設置、およびそれに

続く拡充のための時宜は十分に熟していると考えられ

る。 

 国際社会におけるわが国の立場という視点から、当

ラボの成り立ちを眺めると、これまでわが国はバイオ

分野の基盤技術である DNA およびタンパク質解析の

技術開発の分野でアメリカに大きく遅れをとってきた

という事実に直面する。この事態を打開するために、

本研究ラボでは、日本の得意分野である DNA および

タンパク質を1分子レベルで操作・計測する技術、す

なわちナノメートル（10億分の1メートル）レベルの

超微細加工技術を活用して、DNA およびタンパク質

を解析するための高性能なバイオナノデバイス技術を

開発することを目指す。この新しい技術は、だれもが

元気で長生きできる活力のある社会を創ることに貢献

するだけでなく、バイオテクノロジーとナノテクノロ

ジーの融合領域における新たな産業を創出することに

貢献すると期待され、 近、学会のみならず産業界か

らも大きな注目を浴びている。 

 本ラボでは、日本の得意分野であるナノ計測技術、

一分子計測およびナノ微細加工技術を活かしてバイオ

ナノデバイス技術を開発し、先行しているアメリカの

基本技術を凌駕しうる基盤技術を確立し、バイオテク

ノロジーとナノテクノロジーの融合領域における新規

産業創出に寄与することを目的とする。この目的を達

成するために、下記研究テーマを推進する。 

１）単一細胞診断技術の開発 

 単一細胞内での単一分子の動的過程の研究に必須

な新規な蛍光プローブの開発から出発して、生体分

子をプローブで標識する技術、標識された生体分子

を細胞へ導入する技術の開発を進める。細胞として

はエネルギー代謝に特異的な細胞を中心に研究を展

開する。 

２）バイオナノデバイスを基盤とした診断技術の開発 

 少子高齢化社会における未病状態での簡便な診断

を可能とする、革新的な高速化、小型化、低価格化、

高分解能化を達成できるバイオデバイスの開発を目

指す。それには反応・分離・センシング等の種々の

機能を融合・集積化した「次世代バイオナノデバイ

ス技術」が必要である。 

３）一分子 DNA 解析技術の開発 
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 現在、ヒトゲノムシークエンシングがほぼ終了し、

次の段階としてテーラーメイド医療等の観点から個

人のゲノム解析が脚光を浴びている。現在開発中の

ナノチャネル電気泳動システムに基づき、これまで

扱われていた DNA 断片（～1000bp）よりもはるか

に長い断片（～Mbp）を迅速・簡便・安価に解析

できる技術を開発する。従来法の限界を克服できる

可能性を有する、単一分子の操作、検出および識別

に基づく新規な「単一分子 DNA シークエンシング

技術」を開発する。 

４）生体機能評価技術の開発 

 バイオナノデバイスの開発のためには、疾患ある

いは重要な生体機能に関連した DNA やタンパク質

をプローブやサンプルとして用いることが極めて重

要である。本研究課題においては、より社会的にイ

ンパクトのある五大疾患（がん、痴呆症、糖尿病、

高血圧、アレルギー疾患）に関連した DNA やタン

パク質の機能を評価するための技術開発を進める。

また、肥満を防ぐことが、生活習慣病の予防につな

がるものと期待されており、肥満に関連した DNA
およびタンパク質の機能解析技術開発もあわせて進

める。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 外部グラント名「希少糖 D-プシコースの

製品開発・安全性・製造に関する研究」 

 

発 表：誌上発表23（20）件、口頭発表62（23）件、 

その他2件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］バイオナノデバイス・生体機能評価技

術に関する研究 

［研究代表者］馬場 嘉信（単一分子生体ナノ計測研究

ラボ） 

［研究担当者］福岡 聰、大家 利彦 

（職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 少子高齢化社会における未病状態での簡便な診断を可

能とする、革新的な高速化、小型化、低価格化を達成で

きるバイオナノデバイスの開発を目指す。さらに、バイ

オナノデバイス開発に必要な、疾患あるいは重要な生体

機能に関連した DNA やタンパク質を同定するために、

その機能評価技術開発を進める。バイオナノデバイス開

発では、分子量20万までのタンパク質を15秒以内で、分

子量数千までの糖鎖を45秒以内に解析できることを目指

す。これらは、平成16年度末までの目標であり、いずれ

も世界 高性能の目標である。 

 この目的を達成するために、タンパク質および糖鎖を

解析するためのバイオナノデバイスの設計と試作を行う。

また、タンパク質については、分子量10万程度までを20

秒以内に解析する技術の確立を、糖鎖については、分子

量千程度までを60秒以内に解析できる技術の確立を進め

る。また、同一デバイス上で褐色脂肪など細胞の培養・

分化と、各種の刺激により産生されるタンパク質類の分

析が可能なマイクロデバイスの研究開発を進める。生体

機能評価技術として、脂肪組織の機能に関連した遺伝子

を数百種類同定する。また、いくつかの試験管内タンパ

ク質合成系が販売されはじめたので、これらの性質を比

較検討し、タンパク質のより効率的な合成技術の開発を

めざす。さらに、固相フラグメント縮合法により様々な

機能性生体分子を創製し、細胞外から導入する遺伝子を

細胞内の各部分に精密に局在化させるための技術を開発

する。 

 本年度は、タンパク質解析のためのデバイスを設計・

試作を行い、デバイス上のマイクロチャンネルの幅が

30-100μm、深さ10-50μm で、チャンネルを5－12本

並列化したデバイスが、タンパク質解析に適しているこ

とを明らかにした。さらに、タンパク質をデバイス上の

マイクロチャンネルに導入する新たな方法（電場と圧力

流の統合化）によって、20秒以内にタンパク質を解析で

きる技術を開発した。また、この際に、解析できるタン

パク質は、分子量が千から10万の範囲であった。並列化

したマイクロチャンネルにより、複数のタンパク質解析

を同時に行うことに成功した。また、この方法を、白血

病に関連した細胞のアポトーシス（細胞死）の解析に適

用し、アポトーシスに関連したタンパク質を数種同定し

た。アポトーシスは、発がんをはじめさまざまな疾患に

関連している現象である。 

 糖鎖解析のためのデバイス設計・試作を行い、デバイ

ス上のマイクロチャンネルの幅が30-50μm、深さ10-30

μm のマイクロチャンネルが糖鎖解析に適しているこ

とを明らかにした。また、デバイス上で、極微量の糖鎖

を効率よくハンドリングするために、マイクロフルイデ

ィクスのシミュレーションを行い、糖鎖の極微量流体の

ハンドリング技術を確立し、従来より高感度に検出する

ことに成功した。さらに、糖鎖の解析条件を 適化する

ことにより、直鎖の糖（分子量千以下）であれば、60秒

以内に解析できる技術を開発した。これらの技術を活用

して、実際の生体試料の解析を進めており、同装置の機

能特性を明らかにすることができ、実用的なデバイスの

開発に必要なノウハウを蓄積することができた。 

 同一デバイス上で褐色脂肪など細胞の培養・分化と、

各種の刺激により産生されるタンパク質類の分析が可能

なマイクロデバイスの開発を目的に、デバイス上での細

胞培養実験を進めた。その結果、光ピンセットを用いて

細胞の非接触微粒子操作法でのマイクロウエルへの配置

と培養を確認した。また、マイクロウエルに注入・排出

用のチャンネルを取り付けたデバイスを作成し、培養液

や生理活性物質溶液を定期的に置換または連続的に注入

しながら、細胞を培養することにより、褐色脂肪細胞の
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培養と分化誘導の実証を進めている。 

 生体機能評価技術を開発するために、マイクロアレイ

を用いて、肥満に関連した脂肪組織の遺伝子発現を網羅

的に解析した。特に、肥満を引き起こす白色脂肪細胞と

その逆の機能（エネルギー産生）をもつ褐色脂肪細胞に

ついて、遺伝子発現の比較を行い、褐色脂肪細胞で特異

的に発現している遺伝子500種類を同定した。また、こ

れらの遺伝子の機能解析を進めるために、種々の技術を

用いた機能解析を行った。その一環として、無細胞タン

パク質合成デバイスを開発するために、様々な無細胞タ

ンパク質合成系について性能比較を行った。これまでは

特定のタンパク質の合成しか確認されていなかったが、

様々な生体試料についてもタンパク質の合成条件を確立

し、バイオナノデバイス構築のための基盤固めが完了し

た。 

 細胞内の疾患に関連した DNA およびタンパク質の機

能評価技術を開発するために、固相フラグメント縮合法

により様々な機能性生体分子をオリゴ DNA/RNA と共

有結合でつなぐと様々な機能が融合した天然には存在し

ない複合分子が創製される。その多機能集積化オリゴ

DNA/RNA は数千の原子からなるナノスケールの複合

バイオ構造体であり、融合した機能により超機能性生体

分子として様々な応用が可能である。今年度はオリゴ

DNA/RNA に核局在化シグナルを結合することで精密

に核内へ、核外輸送シグナルを結合することで精密に細

胞質内へそれぞれ輸送、局在化させることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオナノデバイス、疾患診断、タンパ

ク質解析 

 

［テーマ題目２］1分子 DNA 解析技術・単一細胞解析

技術に関する研究 

［研究代表者］石川 満（単一分子生体ナノ計測研究ラ

ボ） 

［研究担当者］田中 芳夫、長瀬 智美、大庭 英樹 

（職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 1分子 DNA 解析技術の解析では、電気泳動法＋サン

ガー法の原理的限界を克服して、迅速かつ安価に DNA
解析できる装置を開発することが目標である。これが実

現すると膨大な個々人の遺伝情報を解析可能にしてテー

ラーメイド医療の実現に貢献できる。当グループは、単

一分子イメージング・および分光の研究で10年以上の実

績を有し、この成果を化学分析に展開することを目指し

ている世界的にも数少ない研究グループのひとつである。

単一細胞解析のための量子ドット蛍光標識の開発では、

当グループは世界的にみて後発に属する。しかし、この

分野では続々と新しい成果が報告されているので、応用

研究と一体化することで国際レベルに到達できる可能性

がある。有機色素に代わる新規な蛍光プローブは細胞内

におけるタンパク質の動態解析法の開発にとって極めて

重要である。 

 単一分子感度を与える SERS 活性を示す銀のコロイ

ド粒子は構造が不均一である。このため SERS 増強度

も著しく不均一なことが実用上大きな問題となっている。

プラスチックのナノ微粒子を鋳型にする簡便な方法（ナ

ノビーズリソグラフィ）を用いて、規則構造をもつ銀の

基板を調製する。この基板が単一分子感度の SERS 活

性を示すことを確認して、より制御性の高い方法を用い

て、高性能な SERS 活性基板を調製するための基礎と

する。理論計算により、規則構造と単一分子感度 SERS
活性部位の関係を明らかにする。分子を一個ずつ順番に

運搬するための条件を決めるために、電気泳動チップ技

術を応用してマイクロ・ナノチャネル内で蛍光体を移動

させる。このとき、ビデオ顕微法を用いて、1個の蛍光

体の輝点が孤立して観察されるように蛍光体の濃度、溶

媒の粘度および移動速度を調節する。運搬した個々の蛍

光体を基板に配列するためのマイクロピペットおよびそ

の操作技術を開発する。 

 本年度は、以下の成果をあげた。従来の量子ドットで

は発光のランダムな点滅現象がしばしば観測されること

が知られている。この現象は単一分子の蛍光標識として

用いる場合、極めて都合が悪い。点滅現象が現れないよ

うな量子ドットを開発する。さらに、合成した量子ドッ

トを用いて生体分子を標識する。単一分子感度の SERS
活性の起源として、二つの球の接合部で表面プラズモン

による局所電場が増大することが推測されていた。本研

究では球のみならず三角柱、回転楕円体を含む任意の形

状について、実験で得られる銀微粒子の形状、サイズお

よび配列を反映させた理論計算を初めて実現した。これ

らの計算結果を指針として、ナノビーズリソグラフィ法

を用いて、規則構造をもつ銀の基板を調製に着手した。

鋳型となるナノビーズ（100nm）の二次元秩序構造（数

mm 平方）を得ている。 

 単一分子を運搬するための新しい電気泳動チップを設

計した。 終的な流路幅として～500nm を考えている

が、まず幅～50μm 以下のものを試作中である（島津

製作所）。予備実験として市販の電気泳動チップ（流路

幅100μm）を用いて、蛍光体（ビーズ、量子ドット）

の輝点が移動する様子をビデオ顕微法で観察した。ガラ

ス製のマイクロピペットを試作して、安定に色素水溶液

でガラス基板上に線を描くために必要な疎水処理をピペ

ット先端に施してその効果を確認した。 

 可視域で効率よく発光することが知られている CdSe
について、従来法と比べて低温で進行する（100℃以下、

従来法では230-300℃）反応を見出した。また、合成さ

れた量子ドットでは点滅現象が観測されなかった。この

量子ドットと生体分子を共役化させるために、既知の方

法を用いて CdS で被覆したところ、点滅現象が現れた。

別の表面修飾方法を検討する。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］1分子 DNA 解析、量子ドット、表面増

強ラマン 

 
⑦【循環バイオマス研究ラボ】 
（Biomass Technology Research Laboratory） 

（存続期間：2003.4.1～2005.3.31） 

研 究 ラ ボ 長：横山 伸也 

副研究ユニット長：佐々木義之 

 

所在地：中国センター 

人 員：7（7）名 

経 費：54,077千円（39,807千円） 

 

概 要： 

 産総研の第1期中期目標である「環境と調和した経

済社会システムの構築」及び「エネルギー・資源の安

定供給確保」の実現に向けて、未利用有機資源や有機

性廃棄物の革新的処理技術を含めた資源循環技術と二

酸化炭素の削減につながる再生可能エネルギーの新し

い生産技術の開発を行う。具体的には、カーボンニュ

ートラルな有機資源であるバイオマスを水素等のエネ

ルギー物質や輸送用液体燃料に効率的に変換する技術

を開発し、エネルギー源の多様化や温暖化対策に貢献

する。また、未利用バイオマスや有機性廃棄物を低環

境負荷で処理あるいは有効利用するための技術開発を

行うことにより、環境保全と循環型社会の構築に資す

る。当面は、下記の2課題に集中的に取り組む。 

(1) 水熱反応によるバイオマスからの高効率水素製造

技術 

 バイオマスを二酸化炭素吸収剤の存在下で水熱処

理することにより、クリーンガスである水素を効率

的に製造するとともに、高濃度の二酸化炭素を回収

するための新しい技術を開発する。 

(2) 油脂類を原料とする新規 BDF 製造技術 

 パーム油等の油脂から、エステル交換反応により、

高効率に BDF を製造する新規プロセスの開発を行

うとともに、副生するグリセリンをポリマー原料等

に変換するための技術を開拓する。 

 これらの研究開発を遂行するに当たっては、当研究

ラボがバイオマス研究の盛んな中国地域に設置されて

いるという利点を生かし、他機関との緊密な連携の上

で研究の促進を図る。特に、実用的なバイオマス利用

技術につながる研究成果の発信に努め、バイオマスに

関する主要な研究拠点になることを目指す。 

 中国地域では、地域経済を支える新たな事業創出を

目指す「産業クラスター計画」の一翼を担う「循環型

産業形成プロジェクト」として、「資源循環サブクラ

スター」、「循環バイオマスサブクラスター」、及び

「環境浄化・修復サブクラスター」の実現に向けた取

り組みがなされているが、当研究ラボはこれら三つの

サブクラスターとも密接な関係を保っている。特に、

バイオマスの総合的な利用に基づく産業振興を図る中

国地域への貢献として、「中国地域次世代型コンビナ

ート」プロジェクト等の企画立案に参画するとともに、

その中核をなすバイオリファイナリー（石油に依存し

ないバルクケミカルの生産）の実現に資する技術開発

を目指しているが、これは我が国の「バイオマス・ニ

ッポン総合戦略」とも合致するものである。 

 一方、資源小国のわが国のエネルギー政策における

現実的なアプローチとして、海外資源を対象としたバ

イオマス戦略構想の策定も重要となる。当研究ラボと

しては、BDF やエタノール燃料に関する中長期的な

政策の策定に積極的に関与するとともに、その実現に

向けて、これまでの技術的蓄積を活用しつつ中核的役

割を担う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの） 

「都市と農村連携の相互性に関する研究」 

 

財団法人石炭利用総合センター 平成15年度地球環境国

際研究推進事業 

「バイオマスからのクリーンガス生産基礎技術に関する

研究」 

 

発 表：誌上発表3（3）件、口頭発表21（6）件、 

その他2件 

-------------------------------------------------------------------------- 
環境調和型バイオマス高度利用連携研究体 

（Collaborative Research Team for Environmentally 
 Friendly Hydrothermal Conversion Process） 
連携研究体長：坂木 剛 

（九州センター） 

概 要： 

 当連携研究体ではバイオマスを高度利用するため、

バイオマス中に元々含まれる水を反応媒体とする環境

調和型の水熱プロセスの研究を行う。すなわち、加圧

された液体状態の熱水である加圧熱水を用い、植物系

バイオマスを成分分離し、ヘミセルロース系およびセ

ルロース系の成分は糖化することにより、クリーンな

液体燃料であるエタノールや、グリーンポリマー原料

となる乳酸として利用する方法を研究する。またリグ

ニン成分の水熱ガス化や、単糖の高度利用の一環とし

て有害半金属の吸着剤としての利用法も検討する。更

に、きのこ等のバイオマスを水熱加工して機能性食品

とする技術や、有機廃棄物をメタン発酵するための水

熱前処理技術の開発も行う。 

研究テーマ： 
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 バイオマスの加圧熱水処理及び水熱ガス化技術の開

発、バイオマスからの有用物質の抽出技術の開発 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］水熱反応によるバイオマスからの高効

率水素製造技術 

［研究代表者］美濃輪智朗（循環バイオマス研究ラボ） 

［研究担当者］美濃輪智朗、花岡 寿明、藤本 真司、 

吉田 貴紘、吉田 清英、他 

（職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 循環型社会の構築や将来の水素社会への対応のため、

未利用バイオマスから水素を効率良く製造する技術が望

まれる。本研究では、バイオマスから水素を主成分とす

るクリーンガスを一段で製造できる CO2吸収ガス化技

術を開発する。連続式ベンチ試験装置（10kg/日）を製

作し、クリーンガス収率90%、DSS（デイリー・スター

ト＆ストップ）の連続運転を目標としている。本方式の

技術的目処を得ることにより、バイオマスから水素を効

率良く、かつ競合可能な価格で製造できる手法となりえ

る。産総研で見出した日本の独自技術であり、国際的に

先行している。計画をスタートした時点で、新聞報道、

TV 報道など、注目を集めている。平成15年度は基礎試

験と連続式ベンチ試験装置製作を行った。 

(1) 基礎試験：ラボ試験（バッチ）で反応温度（600～

700℃）、反応圧力（0.1～5MPa）、木材／吸収剤比

（1/0～4）を検討した。反応圧力の影響が大きく、石

炭や他の炭素資源の場合よりも低圧でガス化すること

を明らかにした。チャンピョンデータで、クリーンガ

ス収率（理論水素量に対する得られた水素換算量（水

素、メタン）の収率）89%を達成した。また生成ガス

中に CO2は検出されず、全てが吸収剤に吸収されて

いた。これはバッチ試験での結果であり、連続化条件

では混合が促進されて収率は向上すると予想される。

また、ガス化後の回収吸収剤の再生試験を熱重量計を

用いて行い、再生温度を確認した。さらに、マスバラ

ンスの詳細を検討して、生成物分布を明らかにし、ガ

ス化反応速度及び副反応速度を決定した。これらは、

プロセス設計の基礎資料、ベンチ試験の補完データと

した。 

(2) 連続式ベンチ試験装置製作・運転：連続式ベンチ試

験装置は反応器を高圧容器の中に置くシェル方式を採

用した。CCUJ と協力して基礎設計、詳細設計を行

い、各パーツを製作した。設置工事後、試験運転を開

始した。試運転でバイオマス及びカルシウムの連続供

給に不具合が生じ、これに対する改造を行った。 

 クリーンガス収率はラボでのバッチ試験の結果から

目標値達成の目処を得た。ベンチ試験装置に関しては

平成16年度に本格運転を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、水素、二酸化炭素吸収ガス

化 

 
［テーマ題目２］油脂類を原料とする新規 BDF 製造技

術 

［研究代表者］佐々木義之（循環バイオマス研究ラボ） 

［研究担当者］佐々木義之、林 由紀子 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、廃食油等を原料として BDF を製造する小規模

な装置は既に実用化されているが、海外の油脂生産現場

等における大規模な BDF 生産には適していない。その

理由は、現行法ではアルカリ触媒等を用いてエステル交

換反応を促進しているため、その分離や処理、あるいは

副生するグリセリンの分離、濃縮、処理等に問題がある

からである。本研究では、これらの問題をクリアーする

ために、固体酸・塩基触媒、揮発性触媒、あるいは無触

媒系でのエステル交換反応を検討し、大規模処理に適し

た方法を開発する。また、副生するグリセリンをモノマ

ー等の有用物質に変換する方法を開拓し、プロセス全体

の経済性の向上に資する。 

(1) 新規エステル交換反応プロセスの開発 

 BDF は、再生可能な有機原料である油脂とアルコ

ールから製造されるディーゼル燃料であり、比較的ク

リーンな燃料であることから、地球温暖化や大気汚染

防止に向けた取り組みとして有用なものである。この

BDF の製造方法としては、苛性ソーダや苛性カリ等

のアルカリ触媒の存在下で油脂とアルコールをエステ

ル交換反応させる方法が一般的であるが、触媒の回収

や副生するグリセリンの分離回収等に問題があり、大

規模に実施するには適していない。この問題を解決す

るために、アルコールを超臨界状態で用いて、無触媒

でエステル交換反応を行う方法や、揮発性のアミン触

媒を用いる方法が提案されているが、反応混合物から

BDF を回収するためには、蒸留プロセスにより、未

反応のアルコール、副生するグリセリン等を分離する

必要があり、そのためのエネルギー消費が大きくなる

という問題が残る。 

 そこで、本研究では、BDF から、未反応のアルコ

ールや副生するグリセリン、あるいは触媒を相分離さ

せて効率的に分離する方法を検討した。具体的には、

パーム油のメタノールによるエステル交換反応をトリ

エチルアミン触媒の存在下で行うとともに、二酸化炭

素圧を加えて相分離させる方法を試みた。その結果、

生成するエステルの大部分（96%）が、単にデカンテ

ーションによって、グリセリン、トリエチルアミン、

及びメタノールから分離できることが分かった。 

(2) グリセリンの用途開発 

 グリセリンの部分酸化で得られるジヒドロキシアセ

トンは、塩化ジルコニウムあるいは塩化クロム触媒存

在下、アルコール中で反応させることにより、乳酸エ
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ステルに異性化することが知られている。本研究では、

この反応について詳細に検討した結果、塩化スズを触

媒として用いれば、より短時間で収率良く乳酸エステ

ルが得られることを明らかにした。 

+ +
HOCH 2CH(OH)CHO

ROH HOCHC O2R

CH3

HOCH 2CCH2OHor

O

SnXn
H2O

~90%

(1)
170°C, 2h

R = Me, Et, n-Bu

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］BDF、グリセリン、乳酸エステル 

 

⑧【システム検証研究ラボ】 
（Laboratory for Verification and Semantics） 

（存続期間：2003.5.15～2004.3.31） 

 

研究ラボ長：木下 佳樹 

副研究ラボ長：高橋 孝一 

 

所在地：関西センター、尼崎事業所 

人 員：5（5）名 

経 費：145,744千円（96,731千円） 

概 要： 

 情報システムのバグ（誤動作）の社会に及ぼす影響

は、銀行、通信、ロケットまで情報システムが偏在

（ユビキタス）化した現在、ますます深刻である。現

状では、実機を稼動させて動作を観察し、バグを発見

する、「テスト」による方法がいまなお主流で、シス

テムの品質とコスト・納期の問題解決のネックとされ

ている。本研究ラボでは、これらの問題を、より有利

な数理的技法（形式的技法、Formal Method）によ

り解決するため、理論研究と実用化研究を互いに触発

させる関係としてとらえ、両者を併行して、進行させ

る。 

 システム検証の数理的技法に関するフィールドワー

ク：システム開発における生産性および信頼性向上の

ために数理的技法が有効なことを、企業に説得し、納

得させ、システム開発に実地に導入するよう促す活動

をフィールドワークと称する。開発現場において数理

的技法を適用する事例研究を行い、実用化における問

題点を掌握する。企業と共同でプロジェクトを実施す

る中で、技術者の研修、数理的技法の実用化を行う。

この活動を通して、数理的技法が産業として社会に広

く受け入れられるように努める。 

 システム検証の数理的技法に関する研究：システム

検証の数理的技法を実用化する過程で「検証において

は状態爆発の問題が本質的に重要である」という具体

的な知見を得た。我々は、状態数爆発の問題を解決す

るために、抽象化のアプローチをとる。数理的技法の

要素技術には、モデル検査法と、定理証明法が挙げら

れる。モデル検査は、情報処理システムをオートマト

ンとして記述し、その性質が成り立つかどうかをシミ

ュレーションで調べる検証法である。定理証明法は、

システムが、要求される性質を満たすことを、推論規

則を適用することにより、証明しようとする方法であ

る。いずれもシステムの規模が大きくなるにしたがっ

てシステムの仕様や、実現の記述が人知を超えて爆発

的に増大する記述量爆発の問題を含んでおり、これを

解決する技法として、抽象化技法に取り組む。 

-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・戦略的基礎研究推進制度（CREST）「検証における記

述量爆発問題の構造変換による解決」（予算額65百万

円うち57百万円は JST 執行予算） 

 

・科学技術振興調整費 若手任期付研究員支援「システ

ム詳細化・抽象化の数理モデルの確立」（予算額20百

万円） 

 

・科学技術振興調整費中核的研究拠点（COE）育成制

度「大域情報処理技術」（10百万円） 

 

・戦略的創造研究推進事業（PRESTO）さきがけ研究

21「機能と構成」領域「刺激応答型実時間システムの

自動検証技術：安全性・信頼性技術の開発」（10百万

円） 

 

・科学研究費補助金 若手研究（B）「操作的意味を保

存するプログラム変換の研究」（1百万円） 

 

・資金提供型共同研究4件（合計32百万円） 

 

発 表：誌上発表11（2）件、口頭発表33（8）件、 

その他1件 

-------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］システム検証の数理的技法に関する研

究（運営費交付金、および（独）科学技

術振興機構 戦略的創造推進事業） 

［研究代表者］木下 佳樹（システム検証研究ラボ） 

［研究担当者］木下 佳樹、高橋 孝一、渡邊 宏、 

古澤 仁、大崎 人士、髙木 理、 

武山 誠、西澤 弘毅、永山 操、 

高井 利憲、田辺 良則、池上 大介、 

西原 秀明（13名） 

［研 究 内 容］ 

 函手意味論に基づいた、リアクティブシステムの数理

モデルとモデルの間の抽象化の数理モデルの構築を目標

とする。そのために、Cone of influence reduction 法の

一般化の確立させることに成功した。また、周辺分野と

して、圏論、抽象解釈、代数的オートマトン、ファイブ

レーション、Büechi オートマトンの代数的理論、ファ

イブレーションのマップと模倣の関連などを調査した。 
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 抽象化を本格的に支援するソフトウェアの設計と試作

を目標に、リンク構造を抽象化する技法を実装したツー

ルの概念設計を完了させた。設計に先立ち、モデル検査

と抽象化に関する既存の理論研究およびツールの調査を

行った。定理証明器 Isabelle/HOL と PVS を調査し、

これらを用いて遷移系や模倣の簡単な理論について形式

的な定理証明を行う技術を得た。 

 AC 演算子を備えた入力言語を持つ AC 木構造オート

マトンの概念に基づく自動検証技術を目標に、AC 演算

子を許した場合の書換閉包の計算法（近似計算を含む）

を開発し、自動検証システムの試作を行った。この開

発・試作した AC 木構造オートマトンのシミュレータを

用いて、セキュリティ・プロトコルの検証事例を得るな

ど、AC 木構造オートマトンを用いた自動検証法のフィ

ージビリティを示した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］函手意味論、抽象化、木構造オートマト

ン 

 
［テーマ題目２］システム検証の数理的技法に関するフ

ィールドワーク（運営費交付金） 

［研究代表者］木下 佳樹（システム検証研究ラボ） 

［研究担当者］木下 佳樹、高橋 孝一、渡邊 宏、 

古澤 仁、大崎 人士、尾崎 弘幸、 

早水 公二、松岡 聡、水口 大知 

（8名） 

［研 究 内 容］ 

 ソフトウェア開発における生産性および信頼性向上の

ために数理的技法が有効なことを、企業に納得してもら

い、ソフトウェア開発に実地に導入させる活動をフィー

ルドワークと称する。フィールドワークの目標は、相手

先企業が、共同研究に出資してでも自社のソフトウェア

開発過程に数理的技法を採用することの利点を納得させ

ること、また、さらに広い範囲の企業などに納得しても

らうよう活動していくこと、である。この目標達成を通

じて、数理的技法が産業として社会に広く受け入れられ

るように努める。 

 企業との連携の試みを四件遂行した。企業におけるソ

フトウェア開発過程に数理的技法を適用し、数理的技法

の有効性を納得してもらい、資金提供型共同研究を実施

した。 

１．デジタル流量計の仕様書を対象にモデル検査を行い、

早期に六件のバグを発見し、開発現場へフィードバッ

クすることに成功した。 

２．UML によって記述されたソフトウェアのモデル検

査技法による第三者検証を開発現場へ導入することを

目標とし、ソフトウェアの UML 記述による開発過程

にモデル検査技法を用いる検証の試行を実施し、

SPIN を対象にして調査と評価を行い、モデル検査の

有効性および限界について知見を得た。 

３．非自動秤の型式認定におけるソフトウェア認証の方

式の開発を目的とし、電子署名を使った方法による改

竄の検知方法を考案し、システムを試作した。計測標

準研究部門と協力して、OIML（国際法定計量委員

会）および欧州におけるソフトウェア認証標準化活動

の調査を行う一方、国際法定計量調査研究委員会電子

化計量器作業委員会計量器情報化分科会を立ち上げた。 

４．鉄道結線図と連動データが「等価である」ことに関

する現場技術者の暗黙知を明示化し、等価性証明を試

みた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ソフトウェア開発、信頼性、数理的技法 

 

５）フェロー 

【フェロー】 

（AIST Fellow） 
 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 

 

概 要： 

 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表

として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 

 平成15年度は、2人のフェローを置いている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図 

フェロー 立矢 正典 

フェロー 大津 展之 

-------------------------------------------------------------------------- 
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(2) 内部資金 

 

［研 究 題 目］ヒト遺伝子に対する siRNA ライブラリ

ーの作成 

［研究代表者］多比良和誠（ジーンファンクション研究

センター） 

［研究担当者］多比良和誠、吉成 幸一、藁科 知子、 

宮岸 真、川崎 広明 

［研 究 内 容］ 

 ノックダウン RNAi ベクターを用い、ヒトの遺伝子

全てに対するノックダウン siRNA ライブラリーを作製

し、ガンや HIV など、様々な疾患に関連する遺伝子、

あるいは細胞分化等の様々な生物現象に関わる機能遺伝

子を網羅的に同定するシステムを構築することを目標と

する。まず、小さいライブラリーの作製を行い、テスト

スクリーニングを行った後、2-4万個の遺伝子に対する

発現ベクターを作製し、機能遺伝子のスクリーニングを

行う。本技術によって作製した siRNA ライブラリーを

用いたスクリーニングシステムでは、短期間で数多くの

新規機能遺伝子の同定が行えると予想される。 

 構築したライブラリーを用いたアポトーシス関連遺伝

子の解析では、新規の知見がたくさん得られており、本

研究で作成しているライブラリーの有効性を示した。そ

こで、siRNA のターゲットとしてアポトーシス関連遺

伝子、キナーゼ、フォスファターゼ遺伝子などのライブ

ラリー（約3000サイト）を設計した。ベクターライブラ

リーは外注により構築中であり、アポトーシス関連遺伝

子のライブラリーを中心に関連遺伝子機能の網羅的な解

析中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNAi、siRNA ライブラリー 

 

［研 究 題 目］運動蛋白質を用いたナノバイオマシンの

構築 

［研究代表者］湯元 昇（人間系特別研究体）  

［研究担当者］達 吉郎、茂里 康、森垣 憲一（人間

系特別研究体）、上田 太郎（ジーンフ

ァンクション研究センター）、 

西井 準治、金高 健二（光技術研究部

門）、芝上 基成（物質プロセス研究部

門）、久保 泰（脳神経情報研究部門）、

小高 正人（生物機能工学研究部門） 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 本研究では、日本のナノバイオロジーの高いポテンシ

ャルを活かして、世界に先駆けて新しい産業基盤を形成

することを目的として、ナノテクノロジーで大きな課題

とされているナノ機能素子の運搬、配置を行うことがで

きる微小マシン機能素子を開発する。 

（研究計画） 

 運動蛋白質を開発してきたジーンファンクョン RL と、

それを微小マシン機能素子としてシステム化するための

要素技術をもつ各グループが融合化して、運動蛋白質に

望みの動きをさせるための基板修飾、運動蛋白質に運ば

せる「荷物」（ナノ機能素子）の開発と運動蛋白質との

結合方法の開発、運動制御機構の開発を行う。 

（平成15年度進捗） 

①ナノバイオ輸送システムの開発 

 本年度は本システムの確立に必要な各種の要素技術の

開発を行った。すなわち、微小管との結合に 適な異方

性粒子の調製、ビオチン標識微小管の調製、異方性粒子

と微小管の結合、および光、電場、カルシウムイオンに

よる運動制御に関する基本技術の確立を行った。 

②ナノバイオセンサーの開発 

 本年度は、異方性粒子に ADP と特定の基質から ATP
合成を触媒する酵素（ピルビン酸キナーゼ）を固定化す

る方法の開発を行った。 

③ナノバイオリアクターの要素技術の開発 

 本年度は、基板上の特定部位に酵素で構成される複数

の反応モジュールをオリゴヌクレオチドを用いてパター

ン化する方法を確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］ナノバイオ、運動蛋白質、ナノマシン、

機能素子 

 

［研 究 題 目］AIST バイオインフォマティックス・イ

ニシアティブ 

［研究代表者］秋山 泰（生命情報科学研究センター） 

［研究担当者］秋山 泰、諏訪 牧子、浅井 潔、 

熊谷 俊高、金 大真、寺井 悟朗、 

本野 千恵、広川 貴次、富井健太郎、 

野口 保、関嶋 政和、塚本 弘毅 

［研 究 内 容］ 

 産総研の「総合」研究所たる強みを十分に活かして、

分野間融合（情報通信分野＋ライフサイエンス分野）お

よび分野内融合（ライフサイエンス分野内の4部門間、

提案時点では3部門間）の積極的推進により、バイオイ

ンフォマティクス技術に関して国際的にも例を見ない先

行研究事例を作ることを目指す。研究課題は、大きく分

けて次の2つから成る。(1)情報通信分野での活動実績を

活かしたバイオインフォマティクス研究向けの高度コン

ピューティング環境の開発、(2)産総研内のライフサイ

エンス系ユニットで実施されている先端研究へのバイオ

インフォマティクスの実応用・評価。それぞれの概要お

よび平成15年度の進捗状況は以下の通りである。 

 (1)は、3つのサブテーマに分かれ、A1) バイオイン

フォ向き並列計算環境の構築、A2) バイオインフォ向

き並列データ環境の構築、A3) 実応用並列ライブラ

リ・プログラム集の開発、として提案した。A1、A2は

初年度のみで打ち切りとし、平成15年度は A3のみを実
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施した。タンパク質間の並列相互比較、並列モデリング

などのプログラム群を開発した。 

 (2)は、ライフサイエンス系ユニットとの協調による

もので、予算を実験系と折半して先端研究向けバイオイ

ンフォマティクスの実証開発を行った。3つのサブテー

マ、B1) 糖転移酵素発見、B2 )麹菌遺伝子発見、B3) 

次世代ハイスループット質量分析システムに分かれてい

る。平成15年度の進捗としては、B1においては遺伝子

発見技術と糖転移酵素特異的フィルターとの融合等が進

んだ。B2においては麹菌全遺伝子の発見とアノテーシ

ョン付けが進み、国際協調により比較ゲノム解析も実施

した。また当該成果等をシーズとしてベンチャー企業を

起業した。B3については大規模プロテオミクス向け質

量分析ソフトウェア CoCoozo をほぼ完成するとともに、

測定サイクルを高速化するための質量分析機器の改良研

究などを実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子発見、タンパク質構造解析、糖鎖、

麹菌、質量分析、並列処理技術 

 

［研 究 題 目］AIST グリッド 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］伊藤 智 

［研 究 内 容］ 

 AIST グリッドは、産総研内における研究ユニット間

の協力研究を効率的に進めることを狙いとして、グリッ

ド技術を導入した IT インフラの構築とその応用技術の

研究プロジェクトである。 

 インフラ構築においては分散した研究拠点間でのデー

タ共有システム実現が主要な課題となる。10ペタバイト

級の大容量データ処理の実現を目標に、クラスタ技術と

グリッド技術を統合し高速性、高信頼性、利便性を実現

するシステムの研究開発を目的としている。地球規模で

分散した広域仮想ファイルシステムの設計と実現にあた

っては、評価用ソフトウェアの開発を行った。本ソフト

ウェアを日本、米国、タイの計9拠点のクラスタシステ

ムに配備して、環太平洋規模の実験環境を構築。この上

で大規模ファイル複製作成実験を実施した。 

 応用技術では主に二つの研究を進めている。一方は、

脳神経情報部門と進める膜タンパクの構造解析技術であ

る。電子顕微鏡像のデータ解析プログラムを分散処理基

盤上で開発し、グリッド技術による同時並列処理が適用

されることで処理効率の向上を実現した。他方は、ライ

フサイエンスラボとの協働であり、医療計測装置から出

力されるデータ処理を遠隔地から行うシステムの研究を

進めた。磁気共鳴画像装置（MRI：Magnetic Resonance 
Imaging ） を 用 い た リ ア ル タ イ ム の 脳 機 能 解 析

（fMRI）を実現するシステムの臨床試験用β版を完成

し、グリッド環境への移植を完了するとともに、周辺ソ

フトウェアを作成した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］広域仮想ファイルシステム 

 

［研 究 題 目］非自動秤組込ソフトウェア照合技術 

［研究代表者］木下 佳樹（情報処理研究部門→システ

ム検証研究ラボ） 

［研究担当者］松岡 聡、木下 佳樹、高橋 孝一  

［研 究 内 容］ 

 「非自動秤のソフトウェア照合方式に関する研究」で

は非自動秤の型式認定におけるソフトウェア認証の方式

の開発を目的とする。電子署名を使った方法による改竄

の検知方法を考案し、システムを試作した。計測標準研

究部門と協力して、OIML（国際法定計量委員会）およ

び欧州におけるソフトウェア認証標準化活動の調査を行

う一方、国際法定計量調査研究委員会電子化計量器作業

委員会計量器情報化分科会を立ち上げた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ソフトウェア照合、ソフトウェア認証、

電子署名 

 

［研 究 題 目］セキュア・オープンソースシステム開発

環境基盤 

［研究代表者］戸村 哲（情報処理研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、Linux をベースとしたオープンソースソフ

トウェア環境のセキュリティ向上を目指し、次の二つに

貢献することを目標としている。 

（Ａ）オープンソースソフトウェアを利用したコンピュ

ータのセキュリティレベル向上 

（Ｂ）オープンソースソフトウェアの品質向上 

（Ａ）は、動作中のシステム及びソフトウェアの状態を

セキュリティ上の観点から常に正確に把握し、必要に応

じてその更新（パッチの適用やバージョンアップ）を自

動的に行う等、システム管理者のセキュリティ対策プロ

セスを支援することで達成する。（Ｂ）は、ソフトウェ

アの欠陥（バグ）を迅速に同定する手法を確立し、修正

後のテストを自動化して新たなバグが混入しないことを

保障するシステムを開発してソフトウェア開発プロセス

を支援する。 

 平成15年度は、主に目標（Ａ）の達成に重点を置いて、

次の二つの課題に取り組んだ。 

（イ）各コンピュータのソフトウェア構成を正確に把握

し、脆弱性情報データベースを使ってシステムのセキ

ュリティ状態を検査できるようにする。 

（ロ）各ソフトウェアの更新を自動化する。 

（イ）については、各コンピュータのソフトウェア構成

を基にセキュリティ状態を検証する手法を検討し、シス

テムを開発に取り掛かった。（ロ）については、各コン

ピュータのソフトウェア構成を管理する手法を検討し、

それを実現するツールの開発に取り組んだ。 
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［分 野 名］情報通信 

［キーワード］オープンソースソフトウェア、システム

管理、ソフトウェア脆弱性、バグトラッ

キングシステム 

 

［研 究 題 目］ヒューマノイド・ロボット型知能ブース

タープラットホーム開発 

［研究代表者］原 功（情報処理研究部門） 

［研究担当者］浅野 太、麻生 英樹、緒方 淳、 

山本 潔（情報技術研究部門） 

比留川博久、金広 文男、横井 一仁、 

富田 文明、吉見 隆、河井 良浩（知

能システム研究部門）加賀美 聡（デジ

タルヒューマン研究センター） 

［研 究 内 容］ 

［目標］ 

 ときめきと安心」の IT 社会を目指した産総研情報通

信分野研究戦略において、人間の知的能力を拡大させる

「知能ブースター」は、その大きな方向性のひとつであ

る。この知能ブースターを実現するためには、ユーザの

状態を知覚し、その行動・心理などを推測するヒューマ

ンインターフェースの高度化技術が重要である。 

 本テーマは、そのヒューマンインターフェース高度化

技術開発として、産総研で開発を進めているヒューマノ

イド・ロボット HRP-2に対して、知能情報処理研究、

高度ヒューマンインターフェース技術開発、人間の知的

活動支援等のために必要なセンシング機能を追加・統合

し、知能ブースター研究を加速させるための実証プラッ

トホームの確立を目的とする。 

［研究計画］ 

 産総研が中心に開発を行ったヒューマノイド・ロボッ

ト・プラットホーム HRP-2に対し、音響・音声センサ

を実装し、それぞれの制御・機能モジュールを統一的に

取り扱う枠組みを開発し、HRP-2の汎用性・利便性を

高めるために、次の研究開発を行う。 

１．音響・音声センサとしてマイクロフォンアレイシス

テムを用いた音響モジュールの開発とその実装。 

２．カメラのカラー化、デジタル化等による視覚システ

ムの改良とその機能拡張。 

３．視覚システムとして、既に搭載済みの VVV のみな

らず、顔認識、相関ビジョンなどの他の機能を容易に

追加統合するための枠組みを開発。 

４．多様な実世界環境を安全かつ安定に行動するために

狭隘な空間を、視覚などのセンシング機能と連携して

移動するために必要な機能の開発。（知覚情報を円滑

に伝送する体内ネットワークの高度化を含む） 

５．人間とのインタラクションを容易にするためのマ

ン・マシン・インタラクション用操作・教示システム

の開発。 

［年度進捗状況］ 

 知覚機能拡充のためのハードウェアの開発とそれに伴

うヒューマノイド・ロボット HRP-2の改造として、音

響、音声センサとしてのマイクロフォンアレイを頭部に

実装し、音声方向同定およびノイズ除去を行う専用ハー

ドウェアを開発し、HRP-2内に実装を行った。また、

視覚情報処理のためにカメラに対して、従来の3眼のシ

ステムから、より広範囲の視覚情報処理研究の応用を可

能にするために、高速・高解像度の4眼システムに改造

を行った。これにより、従来の高精度3次元視覚システ

ムと広視野の視覚システムの共存が可能になった。 

 HRP-2の視覚機能の強化として、環境および操作対

象となる物体の計測精度の向上のために、対象画像をテ

クスチャ・非テクスチャ領域にあらかじめ分離し、それ

ぞれの領域に応じたステレオ画像処理を適応し、より正

確な3次元距離計測を行う手法の開発を行った。 

 多様な実世界環境を安全かつ安定に行動するため機能

強化として、様々なサイズの開口部を持つ壁が複数立っ

ている環境において、それらの状況に応じた移動行動選

択を行う行動計画機能の実装を行い、実ロボット上でそ

の有効性を確認した。 

 さらに、ヒューマン・インタラクション用遠隔操作・

教示システムとして、分解運動量制御手法を適用するこ

とで簡易な操作システム（ジョイスティックなど）で歩

行のみならず、手、足、頭、胴体といった全身の動作指

令の指示・補助を可能としうるシステムの開発を行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、ヒューマンイ

ンターフェース、知能ブースター 

 

［研 究 題 目］XMOS 回路技術を用いた新世代 

FPGA：(FP)2GA チップの開発 

［研究代表者］伊藤 順司 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］小池 汎平、日置 雅和、河並 崇、 

中川 格、関川 敏弘、堤 利幸 

（職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 XMOS 回路技術を用いた新世代 FPGA：（FP）2GA
チップの開発研究の一環として、4端子 XMOS の持つ

電気的なしきい値調整機能の実現という特長を巧妙かつ

有効に活用し、XMOS トランジスタの画期的なキラー

アプリケーションとなることを目標としたチップとして

Flex Power FPGA（(FP)2GA）チップの提案を行った。 

本年度は、Flex Power FPGA についての提案を行うと

ともに、研究ツール Flex Power VPR を開発し、これ

を用いて、Flex Power FPGA において、漏れ電流によ

る電力消費が30分の1以下に減少することを解明した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］FPGA、リコンフィギュアラブル、低消

費電力、漏れ電流、リーク電流、しきい
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値調節 

 

［研 究 題 目］AIST バイオインフォマティックス・イ

ニシアティブ 

［中 項 目 名］次世代ハイスループット質量分析システ

ム 

［研究代表者］秋山 泰（生命情報科学研究センター） 

［研究担当者］夏目 徹（生物情報解析研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 高度に複雑化したタンデム質量分析計の脆弱さを、高

度なインフォマティックスによりハードウェアをシンプ

ル化し、より稼働率とスループットの高い質量分析シス

テムを開発する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］質量分析、プロテオミクス、タンパク質 

 

［研 究 題 目］健康管理のための年齢軸工学プログラム

（｢健康で生産的高齢化社会の創出技術

開発｣の修正テーマ） 

［研究代表者］倉地 幸徳 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］倉地 幸徳 

［研 究 内 容］ 

 このプログラムはもともと二つのサブプログラム、

「健康で生産的高齢化社会の創出―循環器発症の予防と

QOL の維持」と「健康バイオインフォマティクス研

究」から構成されている。後者は、産学官共同研究プロ

グラム「臨床バイオインフォマティクス研究イニシアテ

ィブ（CBIRI）」との関係で設立したものであり、

CBIRI セクションで別途記述するので、「健康で生産的

高齢化社会の創出－循環器発症の予防と QOL の維持」

関連のみをここに纏める。この研究テーマは、年齢軸生

命工学研究センター、ヒューマンストレスシグナル研究

センター及び人間福祉医工学研究部門の3ユニットが連

携し、高齢化社会における問題、課題を同定し、分野融

合の新視点からアプローチを試みる新規分野の開拓を行

うものである。高齢化社会に突入した我が国の健康で活

力ある産業社会の持続達成は極めて重要であり、この研

究課題はその基盤創りに貢献する。第一段階として、高

齢者の寝たきりなど深刻な社会問題の原因となっている

循環器病に焦点を絞り、新しい視点から疾患分子機構の

解明とより効果的で安全な予防・治療法開発の為の基盤

技術開拓を進め、高齢者がより健康で持続的社会参加を

可能にする社会福祉環境創りに貢献して行く。具体的に

は、年齢軸に沿ったマウス血液と肝臓核内蛋白質発現の

解析、年齢・運動の血液凝固への影響とそれに基づく運

動処方の構築、加齢効果と生活活動度を考慮した心臓血

管呼吸系の運動負荷応答を数理モデル化し、循環器系の

状態の老化予測・診断システムの構築を目指している。

参加ユニット間融合の3サブ研究プロジェクトを設定し、

研究の遂行を行ってきた｡研究成果の公開年次報告会シ

ンポジュームも平成1月に開催した。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］高齢化社会、QOL、循環器、数理モデ

ル、老化予測・診断、マウスモデル 

 

［研 究 題 目］輸送機器軽量化によるパッシブ型省エネ

ルギー技術の開発 

［研究代表者］鳥山 素弘（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］上野 英俊、三輪 謙治、阪口 康司、 

田村 卓也、馬渕 守、山田 康夫、 

千野 靖正、斎藤 尚文、今井 恒道、 

松本 章宏、尾崎 公洋、西尾 敏幸 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 地球温暖化防止京都会議（COP3）の我が国の CO2削

減目標達成に向けて、国家的な取り組みが行われている

が、産業部門における CO2削減が着実に進行している。

一方、民生部門においては、新たな機器の普及やより快

適な生活を求める国民ニーズによりむしろ CO2排出量

は増加傾向にあり、第1約束期間にあたる2010年には

1990年度比で7%増、削減目標を13%（16,000万トン）

上回ることが予想されている。我が国の削減目標を達成

するためには、CO2排出増加要因として寄与が大きい乗

用自動車の省エネルギー化が求められている。上記背景

の下、乗用車の軽量化に飛躍的な効果が期待されるマグ

ネシウム合金の利用に対して大きな期待が持たれている。

しかし、マグネシウムが活性な金属であると同時に加工

性に欠けることから、ドイツ等ヨーロッパ諸国と比較し

て我が国の研究は低調である。一方、産総研では鋳造工

程で安全に取り扱える難燃マグネシウム合金、電磁力を

利用したマグネシウム鋳造組織の微細化技術、強加工法

による固体リサイクル技術等の独自技術を開発すると共

に、鋳造、溶接、加工、表面処理等のマグネシウム材料

利用に関わる総合的な研究開発体制を持っている。本研

究プロジェクトにおいて、既設の大型溶解設備に加えて

連続鋳造設備等の試作試験が可能な設備を整備し、ヨー

ロッパにおいて成果を上げている産学技術移転体制であ

るアンインスティツートに相当する研究開発体制を敷き、

今までに産総研において蓄積してきたマグネシウムプロ

セッシングに関わる要素技術をシステム化することによ

って、輸送機器軽量化に向けた総合的な開発技術と開発

技術の実用化を図る。 

 課題採択が行われたのが平成15年11月であったことか

ら、本予算による平成15年度の具体的な研究開発成果は

まだ少ないが、分野戦略実践に不可欠なアンインスティ

テュート型の共同研究に必要なマグネシウム用連続鋳造

装置の設計を行い、同装置を中部センターに建設された

OSL 棟に設置する体制を整備した。また、従来から連

携のあったマグネシウム素材企業、自動車部品製造企業
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に加えて、低コストでマグネシウム薄板を製造するため

に不可欠な圧延機メーカーとの連携体制を整えた。さら

に、国際標準策定に不可欠な標準化研究に関する共同研

究契約を独の GKSS マグネシウム研究センターと締結

する準備を完了した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マグネシウム、連続鋳造、GKSS 
 

［研 究 題 目］「Nano on MEMS」システム実現のため

NEMS 加工及び製造技術 

［中 項 目 名］有機分子や生体分子を利用したナノセン

サーの要素技術構築 

［研究代表者］石田 敬雄（機械システム研究部門 ト

ライボロジー研究グループ） 

［研究担当者］三宅 晃司、安藤 泰久、藤澤 悟、 

水谷 亘（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 Nano on MEMS に関して、分子素子センサーを作る

予備実験としてナノ電極に分子を挟んだ電界効果素子

（FET）に着目した。その理由はイオンや生体などと

チャネルに挟む有機分子が反応して、このナノ FET の

電流-電圧特性が変化することで超高感度の電流検出の

センサーとして利用できる可能性があるためである。又

電流検出のメリットは、手軽であり、家庭でも単純なア

タッチメントなどにつなぐことで簡易に用いることがで

きることである。また電界をかけて信号を増幅すること

で、より一層検出感度を稼ぐことができる。 

 現在この基礎研究として、SAM 多層膜（分子超格

子）や金属微粒子に SAM を形成してチャネルにしたナ

ノ FET の動作測定を行っている。400nm のシリコン酸

化膜を持つ n-Si 基板上に斜め蒸着で作製した20nm の

ナノ電極に有機硫黄化合物を Cu イオンで繋いだ SAM
多層膜（6層）を挟み電界効果を測定した。絶縁性のア

ルキル基を Cu イオンで架橋して作製したナノ FET で

は低温でしか観察されないと思われたクーロン振動的な

電界効果が観察された（現在特許出願手続中）。この場

合には Cu イオンの酸化・還元が振動的挙動を生み出し

ている可能性がある。このセンサーについては Cu など

の金属イオンが問題となる環境での用途が考えられ（例

えば狂牛病問題などでは Cu、Mg などの金属イオンが

多い環境で発病がおこりやすいという指摘がある。）、そ

の用途についても今後検討していく。 

 また高集積化された化学センサーの作製を考えると

FET 検出部分の前に流量制御を行うための流量センサ

ーが必要である。この目的のために蛍光分子を利用した

マイクロ流路内圧力センサーについて検討を行った。本

センサーは、航空宇宙工学などの分野で広く知られてい

る感圧塗料（Pressure-Sensitive Paint, PSP）を利用

し、マイクロ流路内の圧力を測定するためのセンサーと

して応用しようとするものである。シリコンゴム

（(Poly-di-methyl-siloxane), PDMS）にセンサーと

なる色素を溶解し、鋳型に流し込み溝を成型し、ガラス

などの透明な基板上に密着させマイクロ流路を形成する。

PDMS に溶解した色素の発するルミネッセンスが、流

路内の圧力に依存して変化することを利用し、マイクロ

流路内の圧力や流量を視覚的に捉えることができるセン

サーとして応用する。 
 PDMS は溝形状を自由にデザインでき、密着性が良

いのでガラス表面などに張り付いて溝内の溶液をシール

できる。ガラスに貼り付けた PDMS 表面のへこんだ部

分に溶液を通すとマイクロ流路ができあがるため、作製

されたマイクロ流路とセンサーが一体となった製品がで

きる。現在、試作品及び計測システムを作製中である。 

 さらに、サブミクロンレベルでの圧力－発光特性を評

価する装置として、近接場光学顕微鏡（NSOM）およ

び高感度冷却 CCD カメラ、光学フィルターを導入した。

センサーとなる色素とマトリックスである PDMS の適

正な配合条件、および感度を向上させるための力学的な

構造の設計と作製が今後の課題である。マイクロ流路と

組み合わせたマイクロスケールのセンサー構造の作製に

は光リソグラフィーでパターニングしたマスターが必要

になる（マスターの構造を PDMS に写しとる）。バッ

クグラウンド発光を押さえ感度を上げるためには、流路

部分とセンサー部位の作製は別工程になり、正確な位置

あわせが必要となる。そのため複数のマスクによるパタ

ーンの位置決めと露光を行う装置の導入を考えている。 

［分 野 名］ナノテク材料製造分野 

［キーワード］分子素子センサー、マイクロ流路内圧力

センサー、ナノ FET、SAM 多層膜、 

 

［研 究 題 目］「Nano on MEMS」システム実現のため

NEMS 加工及び製造技術 

［中 項 目 名］MEMS の超微細・高精度・高速3次元加

工技術開発 

［研究代表者］矢部 彰（マイクロ･ナノ機能広域発現

センター） 

［研究担当者］松岡 芳彦、山内 真 

［研 究 内 容］ 

 従来技術においては、微細な除去加工を行うために集

光ビームによって波長の数倍程度のスポットを形成する

と、そのワークディスタンス（WD、集光レンズと加工

点間の距離）は数 mm 程度以下になってしまう。我々

は、高集光長焦点深度ビーム（J0）を用いた長 WD と

微細を両立させる加工技術を独自に開発し、Nd:YAG
レーザーの第二高調波（波長532nm、パルス幅10ns）
を光源とする J0ビームを用いて、約30mm もの長 WD
で Si ウエハに直径約1μmφ直径の点加工を実現してき

た。平成15年度はこの技術を、点加工サイズの更なる微

細化、加工次元の拡大（点→貫通穴）、加工の高速化（1

ビーム→マルチビーム）に向けて開発を行った。 
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 集光スポットサイズは、光源の波長と比例関係にある。

点加工サイズを更に微細化するために、第四高調波（波

長266nm）を出力できる「ナノ秒パルス Nd:YAG レー

ザー」を導入した。これにより Si ウエハへの直径サブ

μmφの点加工を可能とした。 

 我々が高集光長焦点深度ビームとして用いているのは

ベッセルビームである。これはビーム特性が干渉により

与えられているために不透明体の内部加工には不適であ

ると理解されてきた。我々は J0ビームを用いて、ステ

ンレス鋼（SUS304、厚さ20μm）に開口径約3μmφで

アスペクト比（深さ／直径）約7の円柱形状の貫通穴を、

WD 約35mm で形成した。J0ビームが不透明体の内部

加工に適用できるだけでなく、従来の凸レンズ集光ビー

ムによるマイクロドリル加工の問題（短いワークディス

タンス、ワークディスタンスの精密制御が必要、テーパ

ーの強くかかった穴形状）を解決できることを見出した。 

 集光ビームをもちいた加工の速度は、ビームの走査に

要する時間に大きく制限を受ける。従って、集光ビーム

のマルチ化は加工速度の向上に直接的に効果がある。

J0ビームをマルチで生成させる光学系は、バルクレン

ズを用いると複雑になるので、ホログラフィック（回折

光学）素子の試作を検討した。回折格子パターンの計算、

石英基板上のレジストに対する計算で得られた回折格子

パターンの電子線による描画、および現像により、J0
ビームを2本生成する光学素子を試作した。試作した光

学素子に、He-Ne レーザーを照射し、J0ビームが2本同

時に生成されることを確認した。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］高集光長焦点深度ビーム、ベッセルビー

ム、、ホログラフィック（回折光学）素

子 

 

［研 究 題 目］「Nano on MEMS」システム実現のため

NEMS 加工及び製造技術 

［中 項 目 名］MEMS 構造上への有機分子、生体分子

ナノ形状構造体実装技術 

［研究代表者］前田龍太郎（機械システム研究部門 集

積機械システム研究グループ） 

［研究担当者］一木 正聡、村越 庸一、高橋 正春 

［研 究 内 容］ 

 近年、MEMS 分野に於いて、流体システム、バイオ

電気泳動チップ、マイクロレンズなどではガラスの微細

加工が必要とされている。このため従来の半導体製造技

術とは異なる、安価で容易な製造手法が望まれており、

多くの研究者が新しい製造手法を検討している。本テー

マではその一つの手法として、ホットエンボス成形につ

いて研究を行った。まずガラスのマイクロ成形を目的に、

耐熱材料である GC（Glassy Carbon）をホットエンボ

ス成形の型に使用することを想定して、FIB（Focused 
Ion Beam）による GC の加工を試みた。加工条件の基

礎データとして、使用するイオンビームの条件による

GC 型の加工精度（深さ、表面粗さ、設定誤差等）を調

べた。ナノレベル加工では、3次元加工を試み、0.1μm
レベルの3次元加工もでき、高アスペクト比加工も可能

であることを確認した。次に、GC 型の耐熱性試験を行

い、大気中と真空中での表面のダメージを調べた結果、

大気中では400℃にてダメージが大きく、真空中では

1000℃に加熱しても表面のダメージは無く、エンボス加

工では真空中や雰囲気制御が必要である事が解った。ま

た FIB 加工後の GC は熱影響により、加工部表面に加

工時に使用した Ga（イオン注入状態のもの）が析出す

る。この Ga の析出は転写性を悪くするため、成形前に

は Ga を取り除くための熱処理を施す必要があることが

わかった。 後にこの FIB により加工した GC を高融

点ガラスの成型用型として用いた場合の微細形状の転写

性をパイレックスガラスのホットエンボス成形を行い調

べた。型の破損が起こらず、形状転写の良い、 適条件

（温度、および加圧力）を求めた。その結果、1μm、

0.5μm、0.3μm のラインアンドスペースの微細転写

加工を達成できた。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］ガラスの微細加工、ホットエンボス成形、

GC 型 

 

［研 究 題 目］原子レベル界面制御・評価技術に基づく

新規材料を用いた次世代電子デバイスの

創製 ②界面磁性デバイス 

［研究代表者］赤穗 博司 

（強相関電子技術研究センター） 

［研究担当者］川崎 雅司、高木 英典、佐藤 弘、 

井上 公、澤 彰仁、山田 寿一 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、強相関電子材料であるペロブスカイト遷

移金属酸化物を対象に、その界面電子物性の学理構築、

その機能化、デバイス実証を一貫して推進することを目

的とする。具体的には、強相関酸化物の界面磁性に着目

し、酸化物原子平坦接合界面における界面磁性の新しい

直接観察法を開発するともに、この界面磁性直接評価を

基に強靱な界面磁性を実現する界面磁性制御技術を構築

し、酸化物スピントロニクス素子でその機能をデモンス

トレーションする。さらに、強相関界面機能デバイスの

探索として、電界効果による界面の電子物性制御を用い

て量子臨界相の創成、エキゾチック超伝導・磁気伝導な

ど強電子相関の生み出す新奇な物性、電子機能を開拓す

る。 

 本年度においては、非線形磁気光学効果である磁化誘

起第二高調波発生（MSHG）を用いて、強相関酸化物

の界面磁性を直接定量的に評価する手法を考案し、3種

類の物質を積層して反転対称性を破った3色超格子を用

いて原理検証実験を行い、その有用性を実証した。また、
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デバイスプロセス技術として、基板に段差を設けること

により表面析出粒子の出現を抑制する技術を開発した。

この手法を用いることにより、（La, Sr）MnO3スピン

トンネル素子の特性の再現性が飛躍的に改善することを

示した。さらに、界面機能デバイスの探索として、

SrTiO3などのペロブカイト遷移金属酸化物を FET 動作

させることに成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ペロブカイト遷移金属酸化物、界面制御、

強相関界面機能デバイス 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導開発 

［研究代表者］千葉 光一（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 バイオテクノロジー分野では様々な先端的研究が競争

的・競合的に推進されていることから、分野全体の発展

にはデータの互換性を確保して知識の共有化を図ること

が極めて重要である。なかでも、バイオ・メディカル分

野では、人の健康に係わる科学を進歩させ、産業を発展

させるための共通プラットフォームとして、計測の標準

化と標準物質の開発は不可欠な知的基盤である。本研究

では、1. バイオ・メディカル計量標準物質の開発と供

給（計測標準研究部門）、2. 次世代 DNA 定量法の開発

と標準化（生物機能工学研究部門）、3. 細胞の分離・同

定法の開発と標準化（環境管理研究部門）、4. プロテオ

ーム解析における質量分析の標準化－標準ペプチドの開

発（人間系）、5. プロテオーム解析におけるタンパク質

分離チップの標準化－標準タンパク質の開発（バイオニ

クス研究センター）、6. 遺伝子発現レベルの規格化と標

準化（単一分子生体ナノ計測研究ラボ）の6つのサブテ

ーマから構成され、臨床化学標準物質の開発、および生

体の主要な構成要素、すなわち生体物質・生理活性物質

から DNA、ペプチド、タンパク質、細胞までをターゲ

ットにして計測・解析における標準化ならび標準物質の

開発を行う。特に、現在、国際的にトレーサビリティの

確保が求められている臨床化学分野における高位の臨床

化学標準物質の開発と供給について検討を行い、あわせ

て、国内における臨床化学標準物質供給の体制の整備を

図る。また、バイオ研究・産業を支える様々なバイオ計

測法において標準化ならび標準化のための標準物質の開

発を行う。本研究を通してバイオ･メディカル分野にお

けるトレーサビリティの概念を啓発する。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］臨床標準物質、バイオ計測標準、 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導開発 

［中 項 目 名］バイオ・メディカル計量標準物質の開発

と供給 

［研究代表者］高津 章子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 健次、石川啓一郎、清水 由隆 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、特に臨床化学分野で重要なコレステロール、

クレアチニンなど生体内の活性物質の純物質系標準物質

を開発し、供給することを目的とする。認証値＝純度の

決定には、同位体希釈質量分析法や凝固点降下法などの

一次標準測定法を用い、SI トレーサブルな認証標準物

質の供給を図る。平成15年度はコレステロール（純物

質）標準物質の開発を目的とし、①コレステロールの純

度測定法としては、試料量や試料の融点から、一次標準

測定法の一つである示差走査熱量計による凝固点降下法

を適用する、②構造が類似したステロール類不純物の分

析にはトリメチルシリル誘導体化－ガスクロマトグラフ

質量分析法（GC/MS）および高速液体クロマトグラフ

法（HPLC）を適用することとした。 

 標準物質供給のために候補標準物質の選定を行い、凝

固点降下法での測定の結果、国内メーカの元素分析用試

薬が市販品の中では純度が高かった。しかし、不純物測

定を行った結果、コレスタノールやラソステロールなど

のステロール類が不純物として含有されていることが明

らかになったため、さらなる高純度化（精製）を行う必

要があると判断し、通常の精製法である再結晶法のほか、

臭素化法などについて検討することにした。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］標準物質、臨床化学 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導的開

発 

［中 項 目 名］次世代 DNA 定量法の開発と標準化 

［研究代表者］金川 貴博（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］川原崎 守、陶山 哲志、松浦 ナナ 

［研 究 内 容］ 

 産総研で開発された蛍光消光現象を利用した QP-
DNA 定量法は、従来の DNA 定量法に比べてプローブ

およびプライマーのデザインが容易で、測定コストが低

いという優れた利点がある。本研究では QP-DNA 定量

法と従来型 DNA 定量法の測定特性を比較するとともに、

DNA 計測手法の標準化、および、標準 DNA の開発に

ついて検討する。 

 新規 DNA 定量法である QP（Quenching probe /primer 
method）法と、従来法である TaqMan 法との比較を行

い、また、現在進行中の国際度量衡委員会傘下の物質量

諮問委員会（CIPM/CCQM）における国際比較 P-44に
参加した。P-44では無菌バッファーに溶存された状態

で送付された測定試料 DNA の計測を行った。QP 法を使

用した計測では、測定装置として Roche Applied 
Science 社の LightCycler と Applied Bioscience 社の

ABI Pism7900を用い、TaqMan 法を用いた測定の場合

は ABI Pism7900のみを用いた。LightCycler を使用し

QP 法で測定した測定値と ABI Pism7900を用いて測定

した測定値を比較したところ、ほぼ同等の計測結果を得
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た。ABI Pism7900を使用し QP 法で測定した測定値で

は、ややばらつきが大きくなる傾向が観察された。また、

計測対象となる DNA の長さが計測結果に与える影響を

評価するため GC 含量が50%で、同一のプライマー配列

を持ち、長さが約100bp ずつ異なり、自然界に存在しな

い6つの DNA をデザインした（東大・新領域・情報生

命科学、有田正規先生の協力による）。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］定量的 PCR、QP 法、TaqMan 法、 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導研究 

［中 項 目 名］細胞の分離・同定法の開発と標準化 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］鳥村 政基、孫 麗偉、稲垣 真輔 

［研 究 内 容］ 

 細胞の電気泳動分離技術と、細胞の質量スペクトル測

定による同定技術を開発・標準化する。電気泳動による

細胞分離では、種々の乳酸菌（40種類）と大腸菌に対し

て、キャピラリー電気泳動法における電気泳動移動度と、

微生物の属・種・株の違いの関係を明らかにした。微生

物の分離は、従来化学物質の分離に用いられる一般的な

泳動条件では困難であるが、泳動液にある種のポリマー

を添加することにより微生物の分離度が向上し、属・

種・株の違いによる分離の可能性が予見された。本研究

成果の一部は学会発表等を通して注目を集め、新聞報道

されている。また、細胞の質量スペクトルによる同定技

術に関しても、MALDI-MS を用いることにより、イオ

ン化剤を添加した細胞にレーザー光を照射したときに観

察されるバイオマーカーのスペクトルパターンから、各

種乳酸菌を属や種のみならず菌株レベルで識別すること

に成功した。微生物の育成状態によらず、属・種・株の

各レベルでの同定に有用なバイオマーカー成分を見出し

た。この成果の一部について論文発表を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微生物、迅速分離、迅速同定 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導開発 

［中 項 目 名］プロテオーム解析における質量分析の標

準化 

［研究代表者］茂里 康（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 ヒトゲノム配列が解読され、ポストゲノム時代の研究

として、タンパク質の発現及び機能を網羅的に解明する

研究「プロテオーム解析」が重要性をおびてきた。プロ

テオーム解析においては、その知的基盤としてペプチド

自身のイオン化効率を明らかにすることが極めて重要で

ある。そこで、本研究では、すでに合成した約200種類

のペプチドを用い、質量分析法（MALDI-TOFMS）で

の測定条件検討と解析を行う。 

 質量分析法（MALDI-TOFMS）の測定条件検討を行

うために、5種類のペプチド（[Tyr8]Substance P, 
AngiotensinII, CCK(26-33)NS, NeuromedinB, NPY 
(13-36)）を選び混合物を作成し MALDI-TOFMS を行っ

た。その結果、CCK(26-33)NS はイオン化効率が低い

ことがわかった。CCK(26-33)NS の等電点を調べたと

ころ計算上2.88となった。一般に等電点の低いペプチド

は CHCA などのマトリックスを用いた場合 MALDI-
TOFMS ではイオン化効率が低いことが知られているこ

とと合致している。そこで、イオン化がしやすく、ほと

んど2価イオンピークの認められなかった[Tyr8] 
Substance P, AngiotensinII, NeuromedinB の3つのペ

プチドとサンプルペプチドを合わせた4つのペプチドの

混合物で MALDI-TOFMS の測定を行うことを今後の

測定条件に決定した。またこれまで合成した約200種類

のペプチドすべてについて等電点を計算した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］ペプチド、質量分析法、 

MALDI-TOFMS 
 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導開発 

［中 項 目 名］プロテオーム解析におけるタンパク質分

離チップの標準化－標準タンパク質の開

発 

［研究代表者］横山 憲二 

（バイオニクス研究センター） 

［研究担当者］宮地 寛登、木下 英樹 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質解析においては、二次元ゲル電気泳動等に

よりタンパク質を精製・単離という手法が一般的である

が、この工程に長時間を要する等のために、研究効率が

低く、かつ自動化が困難であるという問題点がある。こ

の問題点を解決するためには、二次元ゲル電気泳動に代

わり得る新たな原理に基づくタンパク質分離チップの開

発が必要である。 

 当研究ユニットでは、プロテオーム解析で従来から用

いられている二次元ゲル電気泳動法に代わるデバイスと

して、タンパク質分離チップ（プロテインシステムチッ

プ）の開発を行っている。すなわち、プラズマ重合等の

プロセスを用いて内表面をコーティングした二次元マイ

クロ流路を基板上に形成させ、これを用いた二次元キャ

ピラリー電気泳動により、タンパク質を分離するチップ

の開発を行っている。 

 そこで本プロジェクトでは、プロテインシステムチッ

プで使用する標準タンパク質の作製を目標とした。本年

度は、二次元電気泳動で使用できるタンパク質の標準化

を行なうために、効率のよいタンパク質の作製方法の評

価をした後、等電点（pI）および分子量（MW）を同時

に指標となる二次元電気泳動標準タンパク質を作製した。 

［分 野 名］標準、ライフサイエンス 

［キーワード］プロテオーム、二次元電気泳動、タンパ



研 究 

(418) 

ク質 

 

［研 究 題 目］バイオ・メディカル計測標準の先導開発 

［中 項 目 名］遺伝子発現レベルの規格化と標準化 

［研究代表者］篠原 康雄（単一分子生体ナノ計測研究

ラボ） 

［研究担当者］石川 満、馬場 嘉信（単一分子生体ナ

ノ計測研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

 ヒトの1個体を形成するすべての細胞は同一の遺伝情

報を持っており、高度に分化した組織や細胞は、遺伝子

発現の制御によってそれぞれの特徴的な機能を発現して

いると言える。このため、生命活動を分子レベルで理解

する目的で、様々な遺伝子の発現が解析されている。本

研究では、遺伝子発現レベルの規格化と標準化をめざし

た研究を推進している。 

 昨年の研究では、まずこれまでの研究の場でしばしば

スタンダードとして用いられてきた house keeping 遺

伝子に関する発現レベルの解析を行い、組織間の比較を

した場合には、36B4（別名 P0）と呼ばれる遺伝子の発

現が恒常的であり、標準遺伝子として妥当である可能性

が明らかになった。本年度は、この遺伝子の5'末端領域

が種を超えて保存されていることに注目して解析を行い、

この領域が種を超えた解析に有用なプローブになること

を明らかにした。また、 近の技術開発の動向を鑑み、

マイクロアレイによる遺伝子発現についても解析に着手、

その規格化、標準化に向けた取組みを開始するとともに、

36B4遺伝子の発現の個体差、性差に関する解析を行っ

た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］遺伝子 

 

［研 究 題 目］ジョセフソン交流電圧標準開発 

［研究代表者］桐生 昭吾（計測標準研究部門） 

［研究担当者］東海林 彰、佐々木 仁、高島 浩、 

石崎 真弓、山森 弘毅、浦野 千春、 

村山 泰、岩佐 章夫、吉田 春雄 

［研 究 内 容］ 

 次世代電圧標準としてプログラマブル・ジョセフソン

電圧標準（PJVS）の研究が、米 NIST、独 PTB、我が

国 AIST を中心に国立標準研究所において進められてい

る。本テーマでは、PJVS の交流電圧標準への拡張を目

指した研究を行った。 

 素子開発、交流電圧発生基礎技術については、エレク

トロニクス研究部門で行った。また、精密測定技術につ

いては、計測標準研究部門で行った。 

 交流電圧標準のためのジョセフソンデバイスは、素子

の高性能・高集積度（1チップ約数万素子以上の完全動

作が必要）および周波数広帯域化が不可決である。この

条件を満たす素子として多層積層素子構造を提案し、研

究を進めた。また、素子が実際に国家標準レベルでの不

確かさを実現するために精密評価技術が必要である。こ

のための精密評価技術を確立した。また、交流電圧標準

への拡張のために高速バイアス回路の研究開発を行った。

極性を高速で反転することが可能なバイアス回路を開発

した。また、この波形を用いて交流電圧精密測定に用い

られる熱電変換標準素子の低周波評価を行った。 

 2003年度の成果について、以下の通り。 

(1) チップ面積を減らすために2層積層素子構造を採用

した PJVS を開発した。これによって、約6V（=22μ

Vx262144）に電流幅約1mA の量子電圧を得た。 

(2) PJVS 用の精密測定システムを開発し、PJVS 素子

の直流電圧精密評価を行った。PJVS と現国家標準シ

ステムとの比較を4.2K で行った。1V で10-9の不確か

さで両者は一致し、国家標準レベルでの不確かさを有

していることを実証した。 

(3) 極性を高速で反転することが可能なバイアス回路、

低周波の高安定な擬似正弦波出力を発生させる回路を

設計し、試作した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］プログラマブル・ジョセフソン電圧標準、

交流電圧標準、精密計測技術 

 

［研 究 題 目］信頼性の高い真空計測方法 

［研究代表者］平田 正紘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］秋道 斉、杉沼 茂実、新井 健太 

［研 究 内 容］ 

 半導体素子製造プロセス、加速器、核融合などに代表

される先端科学、技術、産業においては、真空領域での

正確で信頼性の高い圧力測定が重要であり、これらの産

業の発展に欠かせないものである。本研究は真空計の高

精度の比較校正法、及び、比較校正と実用真空測定に使

用する真空計（真空計一般、スピニングローター真空計

（SRG）、電離真空計（IG）など）を高精度・高信頼度

で操作する方法を確立・標準化（JIS 化、ISO 化）する

ことを目標に、1) 真空計の比較校正法の標準化は、比

較校正装置を試作し、SRG と IG の特性評価を行ない、

結果を現在審議中の ISO 規格案に反映させるとともに、

JIS 規格改正の草案を作成した。2) 高精度の真空測定

には、圧力範囲に適切な真空計の選択、真空装置への取

り付け方、操作、管理、校正、測定値の評価が重要な課

題である。標準化項目を洗い出し、草案を作成した。3) 

SRG は中・高真空では他の真空計に比べて も高い信

頼性を有し、実用真空計を比較校正する時の基準真空計

の 有力である。比較校正装置を用いて特性評価実験を

進め、適切な測定条件を明確に設定するためのデータを

取得した。JIS 化項目を洗い出し、規格草案の作成を進

めた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］真空、真空標準、圧力標準、校正 
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［研 究 題 目］バイオ・IT 融合機器プロジェクト「バ

イオ・IT 融合による多次元タンパク質

解析装置の開発」 

［研究代表者］秋山 泰（生命情報科学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 主にテーラーメイド医療の現場で有用となる、タンパ

ク質の解析を高速・高精度に可能とする「バイオ・IT
融合による多元タンパク質解析装置」の開発を行う。本

装置は(1)タンパク質微量解析装置、(2)統合プロテオー

ム解析用インフォマティクスシステムの2つのシステム

により構成されており、概要は以下の通りである。 

 (1)タンパク質微量解析装置：バイオチップ、波長可

変赤外線レーザ技術、高性能な質量分析計、並びに質量

スペクトル解析技術の融合により、生体から採取した微

量組織中のタンパク質発現プロファイルの解析を行い、

病変組織と正常組織の判別を可能とする。 

 (2)統合プロテオーム解析用インフォマティクスシス

テム：高精度かつ容易にタンパク質微量解析装置によっ

て生成された膨大なデータを解析するためのシステムで

ある。具体的には、大規模 PC クラスタや解析機器、解

析ツールソフトのほか、情報を横断的に分析・統合する

バイオ用統合データベース、タンパク質のアノテーショ

ンを実施する際の文献データマイニング、プロテオーム

解析の大規模オートメーション化に必要なデータ管理支

援システムにより構成されている。さらに、バイオイン

フォマティクスを用いることにより、同一でありながら

異なる名称で呼ばれているタンパク質を同一のものとし

て認識することや、逆に、同一名称であっても実態が異

なるタンパク質を正しく処理するためのタンパク質名称

管理も可能である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ 

 

［研 究 題 目］バイオ・IT 融合機器プロジェクト「タ

ンパク質分離のためのプロテインシステ

ムチップの開発」 

［研究代表者］横山 憲二 

（バイオニクス研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 プロテオーム解析で従来から用いられている二次元ゲ

ル電気泳動法に代わるデバイスとして、タンパク質を分

離するためのプロテインシステムチップの開発を行って

いる。すなわち、二次元マイクロ流路を基板上に形成さ

せ、これを用いた二次元キャピラリー電気泳動により、

タンパク質を分離するチップの開発を行った。 

 平成15年度上期では、プロテインシステムチップの作

製に必要な装置、検出器、タンパク質の前処理等に必要

な装置類の仕様検討、発注、整備を行った。また平成15

年度下期では、プロテインシステムチップの基本仕様を

決定するとともに、検出器、タンパク質の前処理、試薬

のキットの開発等、製品化により近づけた技術開発を行

った。また開発のための明確な指標として以下の課題を

設定した。 

課題１．マイクロ流路コーティング技術の研究開発 

課題２．タンパク質の前処理法の研究開発とバイオイン

フォマティクス解析 

課題３．タンパク質分離・検出チップの製作 

 課題１に関しては、表面コーティング材料の開発およ

びコーティング法の開発を行った。様々なモノマー物質

材料を用いてプラズマ重合膜を基板上へ成膜する条件を

検討し、作製された膜の安定性を評価した。次にマイク

ロ流路への試料導入および電気泳動を行うための実験系

を確立し、プラズマ重合膜の電気泳動分離の検討を行っ

た。また溝への蓋形成（流路作製）技術の開発と流路内

容物の充填方法の検討を行った。 

 課題２に関しては、二次元電気泳動法に 適なタンパ

ク質の抽出法の開発を行った。マウス肝細胞、血清を試

料として用いて、 も含有量の多い不要タンパク質の除

去、及び前処理法の検討を行った。また二次元電気泳動

法の工程の簡略化を目的とした各工程での試料処理や分

離の検討を行った。 

 課題３では、ポリメチルメタクリレート（PMMA）

の射出成型技術を用いて二次元キャピラリー電気泳動チ

ップの設計と製作を行い、電気泳動による流路内容物お

よび流路交差部の泳動評価を行った。またタンパク質検

出、ディスプレイシステムの開発として、面光源 CCD
方式蛍光検出システムとレーザーPMT 方式蛍光検出シ

ステムの構築と評価を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質前処理、抽出、二次元電気泳

動、タンパク質分離、バイオチップ、成

型チップ、キャピラリー電気泳動、プラ

ズマ重合、表面処理 

 

［研 究 題 目］バイオ IT 融合機器プロジェクト「走査

型マルチプローブを用いた生体分子計

測・解析・加工装置の解析」 

［研究担当者］岡田 知子（生物機能工学研究部門）、

小高 正人、小川 昌克 

［研 究 内 容］ 

 複数のプローブを持ち、各プローブに原子間力測定、

分子間力測定、リソグラフィー機能、1分子ナノマニピ

ュレーション等の役割を分担させることが可能な、全く

新しい生体分子計測・解析・加工装置を開発する事を目

標とする。また、この装置を細胞膜の物理化学的解析や

細胞－細胞間の結合力測定などに応用して行く事を目指

す。 

 この装置では、生きたままの細胞表面を可視化したり、

細胞膜内の特定分子に働く力の測定を行なうことが可能

なことから、開発した装置は細胞膜内の脂質等の分子の
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流動性や細胞間相互作用を測定する全く新しい研究装置

として利用できる可能性がある。さらに、プローブに生

きた細胞を結合させることにより、細胞-細胞間の結合

力を測定する事によって、癌細胞の転移能の予測や、免

疫担当細胞の情報伝達の研究などに利用することが可能

である。平成15年度は、カンチレバーに細胞を直接付着

させるための条件検討を行ない、実際に特定の細胞を安

定に接着させる事に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体分子計測、原子間力顕微鏡、細胞間

相互作用 

 

［研 究 題 目］バイオ・IT 融合による多元タンパク質

解析装置の開発 

［中 項 目 名］タンパク質の微量解析装置、バイオイン

フォマティクスを統合した多元タンパク

質解析装置の開発 

［研究代表者］秋山 泰、高橋 勝利（生命情報科学研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

 テーラーメイド医療の早期実現と新薬開発の促進に資

するために、タンパク質の微量解析装置、バイオインフ

ォマティクスを統合した多元タンパク質解析装置の開発

を行うことを目的とし、(1)タンパク質微量解析装置の

試作機の評価とソフトウェア開発、および(2)統合プロ

テオーム解析用インフォマティクスシステムを構成する

要素技術のプロタイピングを行う。具体的には、(1)お

よび(2)の中で 

・FT-ICRMS を用いたバイオチップの評価 

・MS スペクトル解析ソフトウェアのプロトタイプ開発 

・MS/MS 解析ソフトウェアのプロトタイプ開発 

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質微量解析、統合プロテオーム

解析、質量スペクトル 

 

［研 究 題 目］バイオ・IT 融合による多元タンパク質

解析装置の開発 

［中 項 目 名］統合プロテオーム解析における公共デー

タベース、解析ツール利用の研究 

［研究代表者］秋山 泰（生命情報科学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 統合プロテオーム解析における公共データベース、解

析ツール利用の研究を行うことを目的とする。具体的に

は、タンパク質関連の公共データベースやデータベース

の解析ツールの特性、特長を調査分析し、その利用方法

について検討した。さらに、これらを統合的に活用した

ユーザ利用環境（操作インタフェースやデータ、解析情

報を蓄積し共有して利用する環境）の検討を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］統合プロテオーム解析、データベース、

解析ツール 

 

［研 究 題 目］バイオ・IT 融合による多元タンパク質 

解析装置の開発 

［中 項 目 名］タンパク質微量解析用 IR-MALDI イオ

ン源の開発 

［研究代表者］高橋 勝利 

（生命情報科学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質微量解析用 IR-MALDI イオン源を開発す

ることを目的とし、質量分析計（AccuTOF）をベース

に、MALDI イオン源を始めとした改造を行い、バイオ

チップと赤外線レーザとを組合せ、微量解析に適した装

置を開発する。具体的には、 

・MALDI イオン源等の改造 

・MALDI-oaTOFMS の特性確認 

・S/N 向上アルゴリズム、データベース接続アルゴリ

ズムの開発 

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］イオン源、質量分析計 

 

［研 究 題 目］バイオ・IT 融合による多元タンパク質 

解析装置の開発 

［中 項 目 名］IR-MALDI 用赤外固体レーザシステム

の構築 

［研究代表者］高橋 勝利 

（生命情報科学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 IR-MALDI 用赤外固体レーザシステムの構築を目的

とする。具体的には、3μm 帯の波長域で可変する

OPO 装置と励起用 Nd:YAG レーザを購入し、ビーム導

光用の光学系と組み合わせて、IR-MALDI 予備実験に

適用できるような赤外固体レーザシステムを構築した。

また、このシステムを用いて IR-MALDI 予備実験を行

い、その効果を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］赤外線レーザ、波長可変 

 

［研 究 題 目］バイオ IT 融合機器プロジェクト 

「タンパク質分離のためのプロテインシ

ステムチップの開発」 

［中 項 目 名］タンパク質の前処理法の開発 

［研究担当者］横山 憲二、宮地 寛登、明谷早映子、 

木下 英樹 

（バイオニクス研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 生体内に含まれるタンパク質を分離・同定するために

は、生体組織からタンパク質を抽出することが必要であ
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るが、プロテインシステムチップに 適なタンパク質の

調製方法および前処理方法の 適化はなされていない。

本デバイスは二次元マイクロ流路を基板上に形成させ、

これを用いた二次元キャピラリー電気泳動によりタンパ

ク質を分離するために、より共雑物の少ない精製度の高

いタンパク質サンプルが必要であると思われる。上期で

はマウスの肝臓組織細胞からの全タンパク質の抽出方法

の検討を行って、市販の精製キットを使用しないタンパ

ク質の抽出方法を決定した。決定した方法を用いて既存

の二次元電気泳動装置を用いて二次元電気泳動を行った

結果、7cm×7cm のゲルで350以上ものスポットが検出

された。また、互いのスポットが重なり合い単一のスポ

ットの検出は難しいことが明らかになった。 

 肝臓組織細胞の全タンパク質数は数千に及ぶために本

デバイスで一度に全タンパク質を分離検出することは難

しいと推測される。そのため、標的スポットを明確に検

出するためには、細胞中のすべてのタンパク質を展開す

るのではなく、いくつかの性質に基づいて分画したタン

パク質サンプルを作製することが重要であると考えた。

上期では、市販キットの中で、「タンパク質の可溶化

性」をもとに分画するキットのうち ReadyPrep サンプ

ルプリパレーションキット（Bio-Rad）の評価を行ない、

それぞれの分画に特異的なスポットが多数検出できたが、

過半数のタンパク質が複数の分画に見られたことから分

画間でコンタミネーションが生じることを報告した。下

期では上記以外の細胞小器官ごとの分画およびイオン交

換膜を用いた分画方法の評価および検討を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質前処理、抽出、二次元電気泳

動、タンパク質分離 

 

［研 究 題 目］バイオ IT 融合機器プロジェクト 

「タンパク質分離のためのプロテインシ

ステムチップの開発」 

［中 項 目 名］タンパク質分離・検出チップの製作 

［研究担当者］横山 憲二、宮地 寛登、平塚 淳典、 

篠原 祥二 

（バイオニクス研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 数十ミクロンから百ミクロンオーダーのマイクロ流路

を形成する電気泳動用マイクロチップの材質としては、

シリコン、ガラス、石英などの無機材料、あるいはアク

リル樹脂、PDMS、テフロン、ポリカーボネート、ポ

リスチレンなどのポリマー材料が主に用いられている。

また、その作製方法としては、フォトリソグラフィーと

エッチング、切削加工、サンドブラスト加工などのチッ

プ毎の直接加工や、金型を用いたレプリカ作製である成

型加工が検討されている。今回のタンパク質分離のため

のプロテインシステムチップ開発では、ディスポーザブ

ルな使用形態を想定し、将来的な大量生産によるコスト

ダウンと品質の安定化への期待、並びに微少蛍光の光学

的検出方法に適した基材の光学的透過特性などを考慮し、

近年、種々のレンズや導光板などの光学部品の作製にお

いても広く用いられている、ポリメチルメタクリレート

（PMMA）の射出成型技術に着目し、マイクロチップ

作製法として検討をおこなった。今回は、PMMA の射

出成型法により2次元電気泳動チップ（第1回目試作）の

作製を行い、マイクロチップ作製法としての適正を検証

した。 

 下期では成型チップ構造の検討、特にジャンクション

構造の検討を行った。一次元目に等電点分画、二次元目

に分子量分画を用いたタンパク質の二次元ゲル電気泳動

を、ユーザーがサンプルを導入するだけで、1チップ内

で自動で実行し、検出することが可能となるチップ構造

の検討を行っている。チップ内に、一次元目の電気泳動

を行うための1本の流路とそれに対して垂直な方向に二

次元目の電気泳動を行うための複数の流路を形成する必

要があるが、一次元目の電気泳動を行う間は、二次元目

の流路内の充填物が一次元目の電気泳動結果に影響を及

ぼさないような構造をとることが求められる。よって、

一次元目の流路と二次元目の流路は互いに物理的に独立

した構造をとる必要があるため、チップ上での一次元目

の流路と二次元目の流路の配置および、一次元目と二次

元目のつなぎの部分（ジャンクション部）の構造を決定

することが重要である。 

 一般的に、ゲルを用いた等電点分画＋分子量分画の二

次元電気泳動に必要な操作を列挙すると、 

① 一次元目の等電点電気泳動（IEF） 

② IEF 終了ゲルの平衡化（還元および SDS 化）処理 

③ 一次元目の IEF ゲルから二次元目のゲルへ幅をも

って泳動されてくるタンパク質を二次元泳動方向に濃

縮した状態で展開 

④ 二次元目の分子量分画に基づいた電気泳動（SDS-
PAGE） 

⑤ 二次元分離されたタンパク質の染色（可視化）およ

び検出 

である。 

 チップ上でこれら全ての操作を自動で行うことが求め

られる。これらの内、ジャンクション部で行う必要があ

るのは、②の平衡化処理（IEF により分離されたタン

パク質を還元剤により変性し、SDS 溶液により負の電

荷を帯びさせる）、③の濃縮機構（通常は、pH の異な

る二種類のゲル（濃縮ゲルと分離ゲル）を用いる）、お

よび⑤の染色である。⑤の染色は通常のゲル板では二次

元目の電気泳動終了後に行うが、染色工程（ゲル内への

タンパク質の固定化（タンパク質周りの SDS を除去）

→ゲルを染色液に浸漬（1時間程度）→タンパク質以外

に付いた染色液の脱色（2時間程度））を自動かつ短時間

でチップ内の複数の流路で行うことは困難と考えられる

ため、一次元目の電気泳動終了後、ジャンクション部で
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検出感度の高い蛍光色素をタンパク質に標識する手法が

必要となると考えられる。 

 ジャンクション部の構造を決める上で重要な事項は、

上記の平衡化および染色工程が可能となる構造であるこ

とと、一次元目の IEF によって分離されたタンパク質

を分離パターンを崩すことなく二次元目の複数の流路へ

濃縮した状態で展開できる構造を有することである。平

衡化および染色工程においては、基礎的な研究開発（条

件検討）が必要なため、チップ外で検討を行い、各種条

件（蛍光色素の種類、洗浄及び攪拌の有無、反応時間、

反応条件、流路内への導入方法など）が決定次第、チッ

プ上での検討を行う予定である。本検討では、一次元目

の IEF ゲル内のタンパク質を二次元目の複数の流路へ

濃縮した状態で展開するためのジャンクション構造（チ

ップ構造）の検討を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオチップ、成型チップ、二次元電気

泳動 

 

［研 究 題 目］バイオ IT 融合機器プロジェクト 

「タンパク質分離のためのプロテインシ

ステムチップの開発」 

［中 項 目 名］マイクロ流路コーティング技術の開発 

［研究担当者］横山 憲二、宮地 寛登、小出 哲 

（バイオニクス研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 近年、半導体技術を利用して微細加工したチップを開

発し、様々な生体試料を観測する試みが盛んに行われて

いる。これは、微量の生体試料を迅速かつ簡便に測定す

ることを目的としている。この技術を応用したタンパク

質の網羅的な解析は広く望まれており、その重要性は極

めて大きい。本研究では、この解析を行うことを目的と

したプロテインシステムチップの開発を行った。 

プロテインシステムチップを開発するにあたり様々な検

討課題があるが、本研究では様々な表面を基板上に形成

し、表面とタンパク質の相互作用によるタンパク質の分

離を検討した。本年度の研究開発の具体的内容について

以下に示す。親水性、疎水性、カチオン性、アニオン性

等を示す各種モノマーをプラズマ重合によって基板上に

成膜し、成幕した重合膜の特性及び、安定性について調

べた。また、通常の二次元電気泳動（自作によるゲル及

び、市販のキット化されている方法）及び、市販のチッ

プ電気泳動装置によるタンパク質の分離を行い、現状の

問題点について検討した。さらに、各種のプラズマ重合

膜でチャネル内をコーティングしたチップを作製し、こ

れを用いて電気泳動によるタンパク質の分離を行い、各

種のプラズマ重合膜によるタンパク質の分離効果につい

て検討した。本年度後期では、市販のチップ電気泳動装

置としてアジレント2100バイオアナライザー及び、日立

コスモアイ sv1220を用いて種々の条件検討を行うとと

もに、タンパク質の分離を行い現状の問題点について検

討した。また、流路内をプラズマ重合膜でコーティング

したチップを用いてタンパク質の分離を行い、各種プラ

ズマ重合によるタンパク質の分離効果について検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］キャピラリー電気泳動、プラズマ重合、

表面処理 

 

［研 究 題 目］化学修飾剤による自己免疫機構と疾患発

症の加齢依存性解明と新規治療法の確立 

［研究代表者］倉地 幸徳（古川 功治） 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］倉地 幸徳、古川 功治、岡田 知子 

［研 究 内 容］ 

 化学修飾された蛋白質に対する免疫応答研究を年齢軸

変化を視野に入れ展開した。本研究では免疫レパートリ

ー変化に焦点を絞った研究を行うが、従来の方法論では

限界があるため、研究推進に必須となる方法論の開発か

ら始めた（配列解析を中心にした解析法と立体構造を中

心にした解析法2つを開発した）。また、本研究は視点を

化学修飾自己蛋白質に移すことにより自己免疫疾患と化

学修飾剤との相関も精査できる。これは、これまでに余

り進められていない新規性の高い着眼点と考える。 

 我々は、まず、前年度に引き続き、大量の B 細胞抗

原受容体の配列解析を行い、その配列間の距離等を用い

ることで特定のレパートリーがどの程度多様であるか、

数値評価する方法の確立と応用に注力した。配列間距離

等により定義される多様度を3次元系統樹として視覚的

に表示する方法、さらに、主成分分析を用いたレパート

リー小集団間の多次元相関の分離と可視化等を行う手法

の開発をコンピュータプログラムの作成も含め、ほぼ終

了できた。これらを用いた研究から、化学修飾された蛋

白質への免疫応答の強さは、過去の全く異なる免疫応答

由来のメモリーB 細胞が交差反応するか否かによって大

きく左右されることを見いだした。つまり、ある化学物

質に敏感か否かは、それまでの免疫履歴が大きく関与す

ることを意味する。さらに、これらの解析法を用いるこ

とで、これまであまり注目されていなかった IgG サブ

クラス間でのレパートリー多様化の時間軸変化に大きな

違いが観られることを見いだした。これは特に、抗体工

学関連産業にとって重要な知見と言える。現在、その分

子メカニズムの解明にも着手している。 

 また、これらの研究に関与して、抗体レパートリーを

立体構造、特に、H 鎖と L 鎖の会合角度の違いにより

分類する試みも行ってきた。その結果、マウスの抗体と

ヒトの抗体では会合角の分布が大きく異なることを見い

だし、その原因となるアミノ酸残基についての知見も得

ている。ヒト化抗体作製における重要な要素技術となり

うると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 
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［キーワード］免疫応答、自己免疫疾患、抗体 

 

［研 究 題 目］超高温水を利用した有機化合物の分離・ 

検出技術の開発と化学標準分野への応用

に関する研究 

［研究代表者］鎗田 孝（計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒岩 貴芳、衣笠 晋一 

［研 究 内 容］ 

目標 

 高速液体クロマトグラフィー（HPLC）は不揮発性化

合物の代表的な分離･検出手法であり、環境分析等幅広

い分析分野でルーチン的に用いられている。しかし、同

法は有機溶媒を定常的に用いる必要があるため、他の分

析法と比較して環境への負荷が大きいことなどの問題点

があげられる。そこで我々は、水を高温高圧状態（超高

温状態）にすると有機化合物の溶解力が増加することに

着目し、超高温水を移動相に利用したクロマトグラフィ

ー（超高温水クロマトグラフィー、SWC）の開発に取

り組んだ。 

研究計画 

 SWC 分離を行うモデル装置を試作しその性能を評価

する。また、SWC 分離における保持挙動を検討する。

さらに、SWC は有機溶媒を必要としないが故に、従来

の HPLC では結合できなかった各種分析（検出）手法

との結合も可能であると考えられたため、他の分析装置

とのオンライン化によってこれまでの分析法では困難で

あった対象物質の分析も検討する。 

年度進捗状況 

 SWC では使用するカラム充てん剤の高温での耐久性

が問題となる。そこで、ODS-シリカゲル、ポリ（ステ

レン-ジビニルベンゼン）共重合体（PSDVB）、ポリブ

タジエン被膜ジルコニアなどの耐久性を評価し、SWC
の充てん剤として PSDVB が有用であることを明らか

にした。また、クロロフェノール類をモデル化合物とし

て、移動相温度や圧力、pH が保持に及ぼす影響を明ら

かにした。さらに、水素炎イオン化検出法や190nm に

おける UV 検出法など、通常の HPLC では適用が困難

な検出法を SWC に適用した。ICPMS との接続におい

ては、試作したのインターフェースの性能（感度など）

を評価した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］クロマトグラフィー、高温高圧水、超高

温 

 

［研 究 題 目］細胞外グルタミン酸濃度調節因子 addicsin
による脳の慢性障害機構の解析 

［研究代表者］池本 光志 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］池本 光志、秋月さおり、宅森 将人、 

井上浩太郎 

［研 究 内 容］ 

 「モルヒネ耐性依存現象」などに代表される「脳の慢

性障害」（脳神経機能障害）は、正常な脳内で営まれる

「神経可塑性維持機構」が何らかの理由により破綻して

発症する。本研究では、脳の慢性障害発生機序の解明を

目的とし、モルヒネ耐性依存形成因子として新規に同定

した細胞外グルタミン酸濃度調節因子 addicsin（アデ

ィクシン：別名 GTRAP3-18）の分子機能の解明を試み

る。 

 本年度は、下記解析を行い、addicsin の分子機能に

関する基礎的知見を得た。 

(1) マウス脳内における addicsin 発現プロファイルの

解析 

 ウサギ抗マウス addicsin ポリクローナル抗体を作

製し（株式会社トランスジェニックとの共同研究、商

品化）、addicsin がグルタミン酸興奮性ならびに

GABA 抑制性神経細胞等において遍在的に発現する

こと、その発現量は年齢軸依存的に増加し、生後4週

齢以後は一定となることを明らかにした。 

(2) addicsin の分子生理機能に関する解析 

 PKC 活性化剤（0.1～10μM PMA、PDBu、

Thymeleatoxin 等）や Ca2+influx 誘導剤（90mM 

KCl、0.1～10μM A23187）等の処理により、addicsin
が小胞体から細胞膜へ移行すること、また、この現象

には Conventional PKC による addicsin の Ser18残
基のリン酸化制御が重要な役割を果たすことを見出し

た。さらに、addicsin の Ser18残基を Ala18残基に置

換したドミナントネガティブ型 addicsin S18A 変異体

を NG108-15細胞等の培養神経細胞株に過剰発現させ

た場合、野生型 addicsin と比して顕著な神経細胞死

が誘導されることを明らかにした。以上の成果により、

addicsin Ser18残基のリン酸化制御の観点から、脳の

慢性障害発生機序を解析することが可能となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］年齢軸、addicsin、脳慢性障害、PKC 
リン酸化反応、神経細胞死 

 

［研 究 題 目］理想連続波光源の開発 

［研究代表者］池上 健（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、柳町 真也、大嶋 新一 

［研 究 内 容］ 

 モード同期レーザーを利用した光周波数計測技術の進

歩により、1オクターブ以上にわたる非常に広い波長域

で、周波数の絶対値が確定した櫛（コム）状のスペクト

ルを発生することが可能となった。これを受け、本研究

では、連続波光パラメトリック発振器（Continuous-
wave Optical Parametric Oscillator=cw-OPO）等を用

いた任意波長を発生可能な連続波光源の開発し、この光

源を光コムと組み合わせることで周波数の絶対値を確定

し、各種の精密計測に応用するための研究を行う。 
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 平成15年度は、まず、cw-OPO を励起するための高

出力固体レーザーの開発を行った。光コムへの cw-

OPO の位相同期を世界で初めて実現し、「光シンセサイ

ザー」実現への第1段階をクリアすることができた。ま

た、モノリシック cw-OPO を Cs 原子のの D1線である

895nm、D2線の852nm、Rb 原子の D1線の794nm に同

調し、原子からの蛍光を観測することに成功し、これに

より、cw-OPO を実際に任意の周波数に、3GHz の精

度で同調することが可能であることを実証することがで

きた。さらに、5%の MgO をドープした LiNbO3結晶を

用いたモノリシック cw-OPO を制作して予備的な実験

を行い、2W 励起時に100mW の高出力化を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］光周波数シンセサイザー、連続波光パラ

メトリック発振器、固体レーザー、任意

波長発生 

 

［研 究 題 目］石油流量計現場標準器 

［研究代表者］高本 正樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］寺尾 吉哉、嶋田 隆司、北見 大一 

（株式会社オーバル）、 

小野 精悟（株式会社オーバル）、 

小田 慎嗣（株式会社オーバル） 

［研 究 内 容］ 

 現在、国内の石油コンビナート等で取引や石油税のた

めに使用されている石油流量計は数万台と言われおり、

これらの流量計は主に石油タンク等を用いて3ヶ月～2年

毎に定期校正されている。現場の厳しい環境下でも高精

度が維持できる基準用の流量計を開発すれば、校正の効

率と精度の大幅な向上が可能である。そこで、本研究で

は、石油流量の国家標準の供給や現場標準器として使用

できる高精度の石油流量計として、容積流量計にサーボ

技術を利用し、容積式流量計の精度、再現性、長期安定

性、測定範囲等を格段に向上させるための技術を開発す

ることを目的とした。 

 まず、サーボ式容積流量計のモデル機を製作し、基礎

的な室内実験を実施することにより各種パラメータの

適化を行った。これらの結果に基づいて、材質の選定や

加工技術を検討するとともに、サーボ系の電子回路や制

御ソフトを開発し、実用機の基礎となる設計を行い、サ

ーボ系を含めた実用試験機を製作した。さらに、産総研

が所有する世界 高精度の石油流量校正設備を用いて、

実用試験機の精度や安定性等の諸特性を精密に評価する

ことにより、新たに開発したサーボ式容積流量計の問題

点を明らかにするとともに、実用化までの改良策を検討

した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］流量計、石油流量、高精度 

 

［研 究 題 目］光波干渉式超高粘度測定装置の開発に関

する研究 

［研究担当者］菜嶋 健司、小林比呂志 

（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

＜目標＞産総研において製作されていた装置を更に改良

し、製品化することを目標とする。 

＜研究計画＞本装置は、立方体状試料の下面を固定し、

上面に平行な力を加えてずり変形を生じさせ、その際の

微小な変位を計測することにより、粘弾性理論から粘度

（超高粘度）を求める装置で、変位の計測方法等の製品

化に向けた改良を行う。 

＜年度進捗状況＞装置に以下の改善を加え、超高粘度測

定装置のプロトタイプを作製した。 

(1) 従来の光波干渉式変位計に代えて、取り扱いが簡便

で同等の精度が得られる変位計を採用した。 

(2) 試料を保持する板の材質をステンレスから、熱膨張

を2桁以上小さく出来るインバーに代えた。 

(3) 温度制御方式をカスケード方式に変更し、試料温度

を直接設定出来るようにした。 

 鉛について試験測定を行い、良好な結果を得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、標準 

［キーワード］超高粘度、粘度測定装置 

 

［研 究 題 目］回転粘度計型レオメータの開発 

［研究担当者］菜嶋 健司（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

＜目標＞産総研で開発された外筒回転型共軸二重円筒回

転粘度計のトルク測定感度の高さ、使い良さを応用し、

高性能のレオメータを開発する。 

＜研究計画＞回転粘度計、及び、回転粘度計型レオメー

タの計測要素であるトルク測定と回転運動発生機構にそ

れぞれ従来の装置に無い新技術を採用し、高性能の装置

を開発する。 

＜年度進捗状況＞モータドライバを制御用コンピュータ

の中に納め、装置構成もシンプルなものにした。装置の

軽量化等、デザイン的な改善も行った。トルク測定用の

電気回路の改善と平行して、ゼロ点トルクの安定性に関

するデータ取得を行った。本装置は、円錐平板機構にも

対応できるように考慮されており、その試作も進めた。 

本装置は、ソフトウエアによって様々な測定手法とその

制御が可能なように設計されており、振動法を始めとす

る幾つかの測定法のプログラムを開発実装した。これに

より、本装置の性能として、上記、ゼロ点トルクの安定

性は10nNm のオーダーに留まっているが、積算等によ

り、実質の測定感度として、2nNm の値が得られ、高

感度測定を実現させることが出来た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、標準 

［キーワード］回転粘度計、共軸二重円筒回転粘度計、

レオメータ、トルク測定 
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［研 究 題 目］周波数帯域制御衝撃加速度による加速度

センサ校正法に関する研究 

［研究代表者］梅田 章（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 目標、現状での加速度計に関する計測は、ISO 規格

に基づいている。極 近振動加速度の国際比較が各国の

標準研究所間で行われ、良好な結果が得られたと報告さ

れている。一方、衝撃加速度については、ISO16063-11

で振動加速度の場合と同様にレーザ干渉計による計測技

術を基礎とする規格が作成されたが、以下に述べる基本

的な問題がある。 

1) 加速度計は通常共振周波数以下で用いられるにも係

わらず、ISO 規格では共振周波数による励起をどの

ように防ぐのかの記述がない。 

2) 周波数特性の導き方の記述があるが、その前提とな

る動的線形性をどのように評価するかに関する記述が

ない。 

3) 半導体加速度センサに見られるように、多軸の加速

度センサの評価方法という産業界の緊急課題に対する

回答が準備されていない。 

4) 加速度がベクトル量であるということが、考慮され

ていない。 

 本研究は、ISO 規格が抱える基本的欠陥に対して回

答を出そうとする試みである。 

研究計画、計画は3年度である。初年度にレーザ干渉計

を導入し、発生装置を準備する。次年度は機械系を整備

し、3年度に、全体の調整を図る。 

 年度進捗状況、衝撃加速度を用いて加速度センサを校

正するためには、出来るだけ単純な既知の物理現象を用

い、かつ産業界が必要とする範囲の衝撃加速度が必要に

なる。従来からの研究の蓄積によって得られている手法

を改良する。その手法では、弾性波パルスを金属棒内部

に発生させ、加速度センサを棒端面に取り付けてその端

面で弾性波パルスが反射するときに発生する衝撃加速度

を精密に計測した結果と、加速度センサの出力信号を比

較する手法をとる。金属棒内部に弾性波パルスを発生さ

せる方法は、円柱状の飛翔体を圧縮空気で駆動させて、

金属棒に衝突させる方法をとる。この方法では、100μs
程度の衝撃加速度が200m/s2～105m/s2の範囲で生成で

きるのであるが、周波数帯域が広すぎるという明らかな

欠陥があった。本研究では、この欠陥の克服が当面の目

標になっている。 

 そのための解決策は、飛翔体を多段にし、かつ格段の

衝突時間を制御して、弾性波が線形であることを利用し

て、弾性波パルスを重畳させることによって弾性波パル

スを合成すること、および単一の飛翔体によって発生さ

せるパルスそのもの帯域を狭くすること、すなわちパル

スの継続時間を長くすることである。 

 平成15年度は、そのための発射管を試作した。また、

単一の飛翔体の衝突で従来の10倍のパルスの継続時間を

達成する方法について、見通しを得た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］加速度センサ、衝撃加速度、校正、ISO
規格の基本的欠陥 

 

［研 究 題 目］特許実用化共同研究開発費 

石灰化誘導性たんぱく質フォスフォフォ

リン・コラーゲン複合体を用いた骨誘導

材料の開発 

［研究代表者］植村 寿公 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］植村 寿公、斉藤 隆史、野村しのぶ 

［研 究 内 容］ 

 フォスフォフォリンは歯の象牙質に含まれる蛋白質の

うち、コラーゲンに次ぐ2番目に豊富なリン酸蛋白質で

ある。セリン、アスパラギン酸リッチな蛋白質でありフ

ォスフォフォリンは生体内でコラーゲンと架橋結合して

いるものと、そうでないものが存在するが、フォスフォ

フォリンーコラーゲン複合体はミネラル形成能を有する

ことが見出された。以上の内容が特許として出願されて

いるが、この実用化のため、周辺技術を固めるための技

術開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］フォスフォフォリン、石灰化、骨誘導材

料 

 

［研 究 題 目］自動車用反射型エレクトロクロミック調

光ガラスの開発 

［研究代表者］吉村 和記（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］吉村 和記、山田 保誠、岡田 昌久 

［研 究 内 容］ 

 産総研では、透明な状態と鏡の状態にスイッチングす

ることのできる、光学特性に優れたマグネシウム・ニッ

ケル合金薄膜を開発し特許申請を行っている。この新材

料では、従来の材料に比べて大幅に可視光透過率を向上

することに成功した。本研究では、このマグネシウム・

ニッケル合金薄膜を自動車用の調光ガラスとして実用化

するための研究を行った。エレクトロクロミック方式を

用い、電気的に透明状態と鏡状態が切り替えられるよう

なガラスが実用できれば、自動車に用いることで、夏の

駐車時にはガラスを鏡に変えることで、その温度上昇を

大幅に押さえることができる。実用化への も大きなキ

ーポイントになる耐久性を向上させるための研究として、

スイッチングを繰り返した時の薄膜構造の変化を詳しく

調べ、界面の構造変化が劣化と大きく関係していること

を見出した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マグネシウム・ニッケル合金、エレクト

ロクロミック、調光ガラス 
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［研 究 題 目］角柱状酸化チタンを固定した3次元微細

セル構造光触媒フィルターの研究開発 

［研究代表者］谷 英治（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］谷 英治、木村 邦夫 

［研 究 内 容］ 

 産総研の開発したスポンジ状の3次元微細セル光触媒

用フィルターにアンデス電気株式会社が開発した角柱状

酸化チタン光触媒を固定化し、光触媒では困難とされて

いた廃水処理に用いる。工業、農業、酪農、漁業等での

廃水処理問題は、環境に及ぼす影響が大きく、これから

大きな社会問題となるので、開発された製品を環境浄化

市場に供給することを目的とする。 

産総研の分担内容 

 産総研では、数種類の組成（Si/SiC、磁器質等）の3

次元微細セルフィルターの製造を行い、フィルターのセ

ル径、厚さ、反応装置の形状についての検討を行い、市

販の酸化チタンをコーティングして、小型の廃水処理装

置を作製し、メチレンブルー等での廃水浄化実験を行う。 

相手企業の分担内容 

 アンデス電気株式会社では、産総研基礎素材研究部門

が作製した3次元微細セルフィルターに対して弊社開発

「角柱状酸化チタン光触媒」の担持検討を行い、合成原

料溶液組成、溶液塗布方法、熱処理方法等の条件を 適

化する。またメチレンブルー水溶液や有機物含有水を用

いた、廃水浄化実験を行う。 

 平成16年3月から開始で、平成15年度は1ヶ月のみであ

ったので、アンデス電気株式会社と研究の打ち合わせを

行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］酸化チタン、光触媒、スポンジ、炭化ケ

イ素、磁器質、3次元、角柱状 

 

［研 究 題 目］「Nano on MEMS」システム実現のため 

NEMS 加工及び製造技術  

［研究代表者］永壽 伴章（機械システム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄、三宅 晃司、安藤 泰久、

藤澤 悟、前田龍太郎、一木 正聡、 

村越 庸一、高橋 正春、矢部 彰*、 

松岡 芳彦*、山内 真*、水谷 亘** 

（*マイクロ・ナノ機能広域発現センタ

ー、**ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

（目的・計画） 

 MEMS は現在、製造分野における基盤技術として重

要な役割を果たしている。本研究開発では、このマイク

ロメートルオーダーまでのスケールであった MEMS シ

ステムを有機材料や生体材料及びナノテクノロジーと融

合することにより NEMS システムへ進化させ、革新的

なシステムを構築し、新たな出口を開拓することを目的

とする。従来の MEMS 技術の延長上にはない革新的な

NEMS 技術を生み出すためには、(1)自己組織化を中心

にした新しいボトムアップ技術と(2)MEMS の高度化で

あるトップダウン的な組み立て技術の2つの方法を連携、

融合することが不可欠であり、それにより従来は不可能

であった新しい原理や機能に基づく実用化性の高い

NEMS デバイス加工及び製造技術を確立することが可

能になる。本研究の概要はこれらの技術を開発・展開す

るために、比較的大きな市場が期待できるナノ化学セン

サーを出口として 

(1) 有機分子や生体分子を利用したナノセンサーの要素

技術構築 

(2) MEMS の超微細・高精度・高速3次元加工技術開発 

(3) MEMS 構造上への有機分子、生体分子ナノ形状構

造体実装技術 

の開発について重点的に研究開発を進め、新しい

MEMS 加工法の創出にも力を注ぎかつ 終的にこれら

の技術を総括し、ナノ化学センサーを作り上げる。各サ

ブテーマの概要は以下の通りである。 

(1) 有機分子や生体分子を利用したナノセンサーの要素

技術構築 

 本課題では溶液中の反応ではセンサーとして働く分

子を本テーマ並びに課題3で作製する微小電極上に自

己組織化させ、電流評価と光検出によって MEMS セ

ンサーとしての動作確認を行う。 

(2) MEMS の超微細・高精度・高速3次元加工技術開発 

従来の微細加工技術は平面的加工であり、高機能発現

に必要な奥行きのある（3次元的）加工が難しいため、

この問題を克服しかつ「Nano on MEMS」の実現に

向けて、MEMS に適切な奥行きのある（3次元的）微

細構造を付与する加工技術開発を実施する。具体的に

はオリジナル技術である、高集光長焦点深度ビームを

用いた微細・3次元加工技術に、同時多点加工化によ

り実用的な加工の高速性を付与する。 

(3) MEMS 構造上への有機分子、生体分子ナノ形状構

造体実装技術 

 微小電気機械システム（MEMS）へナノレベルの

構造や機能素子を高速かつ低コストの手法により実装

化するための手法の開発を目的とする。開発技術とし

ては、1)ナノ形状超微細構造体の成形技術、2)非シリ

コン系材料によるナノレベル機能実装技術とし、これ

に関わる加工及び製造技術としての基盤確立を行う。

これによって、NEMS/MEMS 分野の次世代コア技

術として期待される、多孔体基板や素子埋込基板等と

いった高性能電子基板を実現する。 

（成果概要） 

(1) 有機分子や生体分子を利用したナノセンサーの要素

技術構築 

 高感度な分子センサーを目指して、ナノ電極に分子

を挟み込んだ電界効果型トランジスタすなわちナノ

FET の試作を行った。絶縁性のアルキル基を Cu イ
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オンで架橋して作製したナノ FET では低温でしか観

察されないと思われたクーロン振動的な電界効果が観

察された。この場合には Cu イオンの酸化・還元が振

動的挙動を生み出している可能性があり、高感度なイ

オンセンサーとしての可能性が示された。超高感度電

流計測装置を導入し更に詳しい研究に着手した。 

(2) MEMS の超微細・高精度・高速3次元加工技術開発 

 独自に開発した高集光長焦点深度ビームを用いて長

さと微細化を両立する点加工技術を、点加工サイズの

更なる微細化、加工次元の拡大、加工の高速化に向け

て開発を行った。点加工サイズを微細化するために、

第四高調波（波長266nm）を出力できる「ナノ秒パル

ス Nd:YAG レーザー」を導入し、直径サブμmφの

点加工を可能とした。 

(3) MEMS 構造上への有機分子、生体分子ナノ形状構

造体実装技術 

 従来の半導体製造技術とは異なる、安価で容易な製

造手法と期待されるホットエンボス成形を検討した。

このための微細構造成形装置を購入した。ガラスのマ

イクロ成形を目的に、耐熱材料である GC をホットエ

ンボス成形を型に使用することを想定して、FIB
（Focused Ion Beam）による GC（Glassy Carbon）
の加工を試みた。その結果、0.1μm レベルの3次元

加工もでき、高アスペクト比加工も可能であることを

確認した。さらに、FIB により加工した GC を高融

点ガラスの成型用型として用い、微細形状の転写性を

調べた。パイレックスガラスのホットエンボス成形を

行い、1μm、0.5μm、0.3μm のラインアンドスペ

ースの微細転写加工が出来る事を確認した。 

［分 野 名］ナノテク材料製造分野 

［キーワード］ナノ FET、高集光長焦点深度ビーム、 

ナノ形状構造体実装 

 

［研 究 題 目］非酸化物系ファインセラミックス化学分

析用標準物質の開発と供給 

［研究代表者］上蓑 義則（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］日置 昭治、野々瀬菜穂子（計測標準研

究部門）、柘植 明、森川 久（セラミ

ックス研究部門）、千葉 光一、 

岡本 研作（計測標準研究部門）、 

小池 昌義、原田 泰（成果普及部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は非酸化物系ファインセラミックスを代表する

材料である炭化ケイ素微粉末について、世界初の化学分

析用国家標準物質2種類の開発を目的に行うものである。

本年度は昨年度までに作製し均質性を確認した標準物質

候補試料2種類について、各成分の濃度を測定し、不確

かさを見積もって成分濃度の値付けを行い、認証を得て

認証標準物質を完成する。 

 主成分については全ケイ素を凝集重量 ICP-発光分析

併用法で、全炭素を今回装置開発した乾式燃焼重量法で

定量した。微量金属成分については、アルカリ融解法と

加圧酸分解法の2つの手法により分解し、同位体希釈質

量分析法、ICP-質量分析法、ICP-発光分析法により、

含有する19成分を定量した。微量非金属成分については、

遊離炭素を燃焼-赤外線吸収法で、酸素を不活性ガス融

解-赤外線吸収法で、ハロゲンと硫黄を熱加水分解-イオ

ンクロマトグラフ法によりそれぞれ定量した。得られた

各成分濃度について精査し、不確かさを算定して成分量

を確定した上で、測定手法や結果のバラツキ値の大きさ

等から、認証値と参考値とに振り分けた。両標準物質候

補試料は、平成15年度末に行われた標準物質認証委員会

において認証され、ファインセラミックス用炭化ケイ素

微粉末（α形）標準物質（NMIJ CRM 8001-a）、同

（β形）(NMIJ CRM 8002-a)を完成させることができ

た。両標準物質は平成16年度中には市販される予定であ

る。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野 

［キーワード］ファインセラミックス、認証標準物質、

炭化ケイ素、化学分析 

 

［研 究 題 目］原子レベル界面制御・評価技術に基づく

新規材料を用いた次世代電子デバイスの

創製 

［研究代表者］藤森 直治 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］1> 紫外発光デバイス：大串 秀世、 

山崎 聡、斉藤 丈靖、小倉 政彦、 

渡邊 幸志、吉川 博道（ダイヤモンド

研究センター） 

2> 界面磁性デバイス：赤穗 博司、 

川崎 雅司、高木 英典、佐藤 弘、 

井上 公、澤 彰仁、山田 寿一（強相

関電子技術研究センター） 

3> ピーポッド構造電子デバイス： 

湯村 守雄、角舘 洋三、畠 賢治、 

末永 和知、横井 裕之（新炭素系材料

開発研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 新規な材料を使ったデバイスの開発は、必ずしも従来

の設計技術やプロセス技術に乗らないことから、開発の

初期段階で大きな壁に突き当たることがある。そこで、

本研究では関連するユニットのデバイス化に向けた研究

を組織化することによって、相乗的にデバイス化のプロ

セッシングを高機能化し、実用化研究を加速する。ナノ

テク実験棟においてダイヤモンド研究センターが有して

いるデバイスプロセスを本研究全般のプロセスとして利

用できるようにノウハウの委譲を進める。共通するデバ

イスへのアプローチを知識ストックとして共有し、他の

デバイス開発でも展開できるよう標準化することで研究
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開発の加速を図る。 

1）nm の構造を持つデバイスの製作技術。特に、材料

特性を生かすためには単純な2次元構造ではなく、3次

元構造が必要であり、これに対応する製作技術を開発

する必要がある。 

2）発見から間もない材料系を取り扱うために、少量や

小型のサンプルを扱ってデバイス製作を行うために大

きな困難がある。これらを共通的に解決できる

know/how を蓄積する。 

 ナノテク・材料・製造分野の中ではデバイスを出口イ

メージとする様々な材料技術研究が進められているが、

それらの中には産総研が突出した研究ポテンシャルを有

している研究があり、デバイス化への研究環境を整える

ことで研究そのものの進展を加速することが出来るテー

マがある。ここで取り上げる3研究センター（ダイヤモ

ンド研究センター、強相関電子技術研究センター、新炭

素系材料開発研究センター）は、材料の高機能化を中心

として研究を進めているが、 終的にはそれらの材料の

持つ特徴を発揮できるデバイスを開発することを指向し

ている。本研究課題ではこうした研究基盤の上で、以下

の3つのデバイスを3ユニットが取り上げて研究体制とし

た。 

目標、研究計画、年度進捗状況 

 目標は以下の3つの新規デバイスのプロトタイプを作

製しその機能を実証した上で、応用分野への適合性を検

討することで、実用化への見通しを明らかにすることで

ある。 

①紫外光発光デバイス（ダイヤモンド研究センター） 

②界面磁性デバイス（強相関電子技術研究センター） 

③ピーポット構造電子デバイス（新炭素系材料開発研究

センター） 

 各デバイスは3年の実施期間で実用化への見通しを明

確にする。計画は次の通り。 

15年度：材料レベルの課題の摘出と改良。評価技術の確

立。 

16年度：デバイス設計に向けたパラメーター取得ならび

にプロセス設計。 

17年度：デバイスの試作と課題の検討。応用分野への適

合性検討。 

15年度の各テーマの進展状況は以下の通り。 

① 紫外光発光デバイス（ダイヤモンド研究センター） 

 紫外線非線形発光機構については、カソードルミネ

ッセンスと、理論的な研究を並行して進め、系の化学

ポテンシャル（μ）を決定する手法を確立した。30k
ではμ=0に極めて接近しており、Bose- Einstein 凝縮

（BEC）が実現できる可能性が高いことが判明した。

n 形ダイヤモンドの形成技術は発光デバイスに必須で

あり、P を含む有機化合物を原料として n 形ダイヤ

モンドが形成できることを確認した。また、ICP（誘

導結合形プラズマ）エッチングによって、Al をマス

ク材料としてダイヤモンドの微細加工技術を確立した。

nm スケールの加工技術として紫外発光デバイスの製

造に利用できる可能性が明らかとなった。 

② 界面磁性デバイス（強相関電子技術研究センター） 

 界面磁性デバイスである強相関酸化物スピントンネ

ル接合素子の高品質化には、酸化物原子平坦接合界面

における界面磁性を直接観察する手法の開発が極めて

重要である。本年度においては、非線形磁気光学効果

である磁化誘起第二高調波発生（MSHG）を用いて、

強相関酸化物の界面磁性を直接定量的に評価する手法

を考案し、3種類の物質を積層して反転対称性を破っ

た3色超格子を用いて原理検証実験を行い、その有用

性を実証した。また、デバイスプロセス技術として、

基板に段差を設けることにより表面析出粒子の出現を

抑制する技術を開発した。この手法を用いることによ

り、(La、Sr)MnO3/SrTiO3/(La、Sr)MnO3構造をも

つスピントンネル素子の特性の再現性が飛躍的に改善

することを示した。さらに、界面機能デバイスの探索

として、SrTiO3などのペロブカイト遷移金属酸化物

を FET 動作させることに成功した。 

③ ピーポット構造電子デバイス（新炭素系材料開発研

究センター） 

 ピーポット構造電子デバイス素子構造の基礎となる、

CVD 成長したカーボンナノチューブの超高度制御技

術の要素技術を中心として研究開発を行った。①ナノ

チューブ成長用の各種超微粒子触媒金属の調製を行い、

適切な成長条件を選択することにより、平均直径1、

1.5、2ナノメートルのカーボンナノチューブの高密度

成長に成功した。また反応炉中の雰囲気を微細にコン

トロールすることにより発現する、まったく新規な成

長モードを発見し、基板上で従来の世界記録の1000倍

にも達する超高密度成長に成功した。②①で開発され

た触媒をパターニングし、カーボンナノチューブのパ

ターニング成長に成功した。③パターニング成長した

カーボンナノチューブに電極を蒸着し、カーボンナノ

チューブ FET を実現した。④カーボンナノチューブ

の位置制御された切断技術を開発した。⑤適切な直径

を持つカーボンナノチューブを選択切断技術により両

端面を開け、端面からのフラーレンドーピング技術の

開発に着手した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、発光素子、紫外発光、強

相関、界面磁性、磁気光学効果、カーボ

ンナノチューブ、分子デバイス 

 

［研 究 題 目］技術の社会受容性研究－リスク（便益）

解析支援による環境リスク受容型へ－ 

［研究代表者］冨永 衞（化学物質リスク管理研究セン

ター） 

［研究担当者］東海 明宏、山口 治子、米澤 義堯、 
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（化学物質リスク管理研究センター） 

佐藤 浩昭、田尾 博明（環境管理研究

部門） 

［研 究 内 容］ 

１．研究の目的・概要 

 プラスチック難燃剤の開発は、国の産業政策と安全

政策、国際競争の面で極めて重要である。従来の臭素

系難燃剤が、環境影響やリサイクルへの対応不適で、

禁止又は忌避されつつあり、精力的な代替物開発

（「新規難燃剤競争」）が行われているが、臭素系難燃

剤を越えるものは未だ見つかってない。他方、環境規

制の厳しい北欧ではテレビ等の火災が、米国に比べ50

倍も多いと言われているし、我が国も米国並みである

が、火災による総死亡者数は、圧倒的に多く、年間

2000人で、交通事故死のほぼ5分の1と極めて大きなリ

スク要因である。その意味で、我が国における難燃剤

の開発の意味は大きい。さらに、国際競争市場で未だ

勝者がいない状況にあり、国際競争の面でも重要であ

る。このため、臭素系難燃剤及びその代替難燃剤の新

規物質についてリスクと効用の評価を行い、今後の難

燃剤開発の方向性を提供する。 

 臭素系難燃剤が禁止または忌避されている理由は、

環境影響とリサイクル性能であるが、確かに疑いは持

たれているが、本当にどの程度リスクがあるのかは、

判然とはしていない。また、新規代替物質の候補はか

なり開発されているが、それらも現在は、難燃特性の

面からのみ調べられているだけで、“非臭素系”なら

いいというような、稚拙な考え方で、開発が進んでい

る。 

 したがって、臭素系難燃剤の環境リスクがどの程度

の大きさか、また、臭素系の中でも、すべてが駄目な

のか、或いは、一定の条件を満たせば良いと判断され

るのか、など、もっと積極的に検証される必要がある。

また、開発されている代替品も、環境リスクの評価を

早急に求められる。本プロジェクトは、当初は代替品

開発も視野に入れたものであったが、既に NEDO プ

ロジェクト等で、多くの代替品候補物質が上がってき

ている現状を考えると、この候補物質の中から選んで、

リスクと効用の両面から比較をすることで、十分初期

の目的を達成できると考えている。 

 本プロジェクトの研究領域としては、次の2つをあ

げることができる。第1に、臭素系物質の一部は今で

も使われているので、環境動態解析では現状のモニタ

リングも有効だが、候補物質や新規物質については、

ほとんどを予測に頼らねばならない。そのためには、

構造活性相関などを積極的に利用するしかない。リス

ク評価手法の点でも、この研究は、新しい領域の開拓

に踏み切ることになる。第2として、環境影響やリサ

イクル特性が key となっている物質の開発に、貢献

できる。どちらかと言えば、事後評価に終始している

リスク評価から、先行リスク評価への移行を意味する。

すなわち、事後評価のためのリスク評価から、事前代

替品選択のためのリスク評価の手法を構築することと

なる。 

 このためには、多くの関連部門との共同が必要とな

るが、すでに産総研内の環境管理、環境調和、エネル

ギー利用研究部門などで得られた研究知見を活用する

ことで、大きな成果が期待できる。 

 具体的な研究項目としては、次の事項を予定してい

る。 

・評価対象物質（新規、候補を含む）の選定。臭素系

物質についての、環境動態、特に室内汚染と、野外

では鳥類等への濃縮を対象。候補物質の物性値収集。 

・臭素系物質のリスク評価。候補物質のリスク評価の

ためのモデルの構築。 

・臭素系の中の使用可能物質の選定、臭素系と、新規

物質とのリスクと効用の評価。今後の方向性の明確

化。 

２．平成15年度研究成果概要 

 今年度は、研究の枠組みの明確とデカブロモジフェ

ニルエーテルのリスク評価、ならびに代替品との比較、

経済評価の予備的な解析を行った。結果は、データの

更新とともに変化しうるが、解析の枠組みに関しては

概ね構築できたと考えている。特に、リスク評価に関

しては、特に暴露解析を重視し、Source-receptor モ

デルを構築し、クリティカルパスを明確化するととも

に、近畿地方を対象とした広域的暴露濃度の推定を行

い、リスク評価のための暴露量の推定に見通しを得た。 

［分 野 名］環境･エネルギー分野 

［キーワード］難燃剤、臭素系難燃剤、リスク評価 

 

［研 究 題 目］持続可能社会構築のためのフロン代替化

合物の評価に関する研究 

［研究代表者］関屋 章（フッ素系等温暖化物質対策テ

クノロジー研究センター） 

［研究担当者］徳橋 和明、田村 正則、田中 克己、 

忽那 周三、陳 亮、高橋 明文、 

滝澤 賢二、杉江 正昭、内丸 忠文、 

権 恒道、松川 泰久、水門 潤治、 

近藤 重雄 

［研 究 内 容］ 

1) 目標 

 京都議定書は2010年前後を達成年とする短期的な評

価により、温暖化抑制を目指している。しかし、持続

可能社会の構築に向けた科学的な評価基準への取り組

みの重要性が学会、産業界など各方面から強く要請さ

れている。これに合った評価手法を確立し、持続可能

社会構築を目指したフロン代替物の国際基準となりう

るレベルにある総合的選択指針の構築に必要な要素技

術の高度化と、総合評価のあり方を示すことを目標と
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する。 

2) 研究計画 

 持続可能社会の構築に基づいた新しい温暖化評価軸

の下、温暖化の直接効果と間接効果、安全性評価、毒

性評価、必要に応じて使用方法による温暖化の差の評

価、他の環境影響の評価、回収・破壊技術等の消費エ

ネルギー、省資源性、経済性等を代替物の評価に広く

盛り込む。これら要素技術の完成度を高め、持続可能

社会達成のための総合評価にこれら要素技術の活用を

試みる。 

3) 年度進捗状況 

 必要な評価項目を資源、環境、受容性に分類し、そ

の評価要素技術、評価方法など検討を進めた。この中

で、温暖化効果を時間変化に対して評価できる新指標

IWE（Integrated Warming Effect）と、燃焼性の安

全性評価指数を表現できる RF2ファクターを提案し

た。IWE は温暖化効果の全てを表現できるようにす

るためにはまだ工夫が必要だが、温暖化評価は IWE
の表現方法を軸にして、発展させる見通しを得た。

RF2ファクターは RF ファクターを改良し、現実にあ

った評価指標とした。個々の評価要素技術についても

測定方法、新たな化合物の測定などによる測定値の提

供を含めて進展した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］代替物、総合評価、選択指針 

 

［研 究 題 目］大都市圏の災害軽減・環境保全を目的と

した地質学的総合研究 

［研究代表者］村上 祐（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］村上 裕、稲崎 富士、石原与四郎、 

内田 洋、加野 直巳、川畑 晶、 

川畑 大作、兼子 尚知、木口 努、 

木村 克己、古宇田亮一、駒澤 正夫、 

斎藤 文紀、佐竹 健治、菅原 義明、 

杉山 雄一、関口 春子、高橋 雅樹、 

竹内 美緒、田邉 晋、玉生 志郎、 

中澤 努、中島 和敏、中島 礼、 

中塚 正、中野 司、名和 一成、 

西村 昭、長谷川 功、堀 和明、 

宮地 良典、牧本 博、村上 裕、 

宮崎 純一、山口 和雄、柳沢 幸夫、 

横倉 隆伸、脇田 浩二、渡辺 和明、 

渡部 芳夫、Bandibas Joel 
（職員38名、その他3名） 

［研 究 内 容］ 

 大都市圏の地質災害軽減・環境保全に資するため、首

都圏等の大都市圏の平野地域をモデルフィールドとして

高精度の地質・地球科学・地盤工学・情報科学的研究に

よる総合研究を実施し、大都市圏平野部の地下地質・構

造の解明、大都市圏の地震動評価のための総合地下地質

データベースの開発、地震動の増幅特性の評価を行った。 

１．大都市圏平野部の地下地質・構造の解明調査に関連

して、以下の(1)～(4)の調査研究を実施して成果をあ

げた。 

(1) 沖積層・更新統の層序・堆積学的研究 

 ボーリング調査は、東京都葛飾区の新宿と高砂の

2地点（GS-KNJ-1：70m 長、GS-KTS-1：40m
長）と東京都江戸川区小松川（GS-KM-1C：再掘

削、70m 長）で実施した。これらのコアと都土木

技研所有の篠崎・水元公園の2本のコアについて、

コア堆積物の岩相、生物化石相（貝、珪藻、花粉）、

放射性炭素年代、堆積物物性（密度、帯磁率、土

色）、力学特性、化学特性などを総合的に解析した。

その結果、1)沖積層は河川システム（～11000-

10000yrBP）、汽水性のエスチュアリーシステム

（10000-7000yrBP）、そして海性のデルタシステム

（7000-0yrBP）の3つの堆積システムに区分できる

こと、2) 堆積物溶出液の pH・EC、イオン組成が

上記システム区分と調和的に垂直変化すること、3) 

有楽町層相当の泥層でも過圧密を示すこと、などが

判明した。 

 関東平野中央部で掘削した更新統のコア試料中の

テフラについて岩石学的特徴を記載するとともに、

模式地等のテフラとの対比を検討し、中期更新世の

指標テフラ TB-8と Ky3、標高-100m 付近に分布す

る角閃石型テフラ群と秩父尾田蒔丘陵の角閃石型テ

フラ群とがそれぞれ対比できることを明らかにした。 

 また、埼玉県さいたま市の1地点（100m 長）に

おいて、下総層群上部を対象としたオールコアボー

リング調査とコアの観察・半裁処理を実施した。詳

細分析は来年度に実施する。 

(2) 沖積層・更新統の物理探査研究 

 葛飾区の2地点のボーリング地点で PS 物理検層

を実施し、物理探査に必要な弾性波の速度構造を得

た。そして埋没谷の形状評価と S 波速度構造解析

を行うために、ボーリング地点付近の東西・南北の

2ルートで反射法探査と微動アレー探査を実施した。

データ解析は来年度になる。 

 重力について埼玉県草加地域で測点間隔50m 程

度の精密調査を行い、埋没谷の微細構造を抽出した。

その結果、アレー観測や S 波探査と整合する結果

が得られた。調査の効率化には GPS 測量の高速化

が課題であることも判った。 

(3) 新第三系の層序・構造地質学的研究 

 第三系については、地表及び深層ボーリングの岩

相解析と年代分析を実施し、1500万年前の庭谷不整

合とそれを境とした地層区分の重要性を提唱して、

層序・構造モデルの大枠を構築した。また、それに

基づいて関東平野中央部地下の基盤岩上面における

グラーベン構造の存在を示唆した。 
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(4) 沖積層の3次元図化 

 東京都葛飾区と足立区の土質ボーリング資料を約

8,000点収集し、200m メッシュ毎に1,100点の資料

を選定・数値化し、GIS システムを用いて解析し

た。沖積層基底礫層上面深度の空間分布を描写した

結果、1) 足立区東部において>160/1000の傾斜を持

つ埋没谷壁、2) 葛飾区南東部から足立区北東部に

北西?東西方向に伸張する10m の高まり、そして3) 

足立区東部において従来報告されているよりも低位

の埋没段丘を確認することができた。また、深度

30m から地表近くにかけて江戸川区から葛飾区東

部にかけて伸張する砂嘴状の砂体を確認することが

できた。 

２．大都市圏の地震動評価のための総合地下地質データ

ベースの開発として、 

 大都市圏の地震動予測に適用するために、総合地下

地質データベースを開発する。そのために、まず、地

質情報のメタデータの標準化と地質図データの標準化

を行う。これらの地質情報の標準化は日本に留まる問

題ではなく国際的な課題であり、また、地震動評価の

ためにはアジア諸国の都市域の情報も必要なことから、

欧米アジア各国との協調のもとにこれを行う。次に、

ボーリングデータの高度利用化を図り、地下断面の生

成機能を持つボーリング・データベースを開発する。

このモデル地域としては、均質なボーリングデータの

ある首都圏東部を採用する。 後に、地質情報を総合

化し網羅的な検索・表示・解析を可能とするため、地

質情報のインデックス情報（位置、キーワード）を

G-XML で標準化して集約する「地質情報インデック

ス・システム」を開発し一般に公開する。また、地質

情報と地形・重力データ等の複数の地球科学データを

統合して解析し新たな知見を生み出す統合解析処理を、

高度化・汎用化し、「地質情報インデックス・システ

ム」に組み込むための研究を行う。平成15年度におい

ては、国際的な連携のもとに地質図データの凡例の体

系化とデータ構造の標準化、ボーリングデータの標準

の整備を行った。関連する地球科学情報の検索システ

ム開発を目的にしたメタデータ整備のためのクリアリ

ングハウス・システムの評価・改良、G-XML 形式の

大量のデータを効率的に検索する機能を開発した。 

３．地震動の増幅特性の評価研究として、埼玉県草加市

の柿木地域において、埋没谷の内と外、および、埋没

谷壁付近において、その表層地盤の違いによる地震時

の応答を観測するため、6地点からなる自然地震の定

点観測アレーを構築した。公共施設を中心に、地盤の

変化と定点地震観測の条件を満たす場所を調査し、地

震観測地点の整備と地震計設置を行った。これまで、

震度4程度までの複数の地震が観測されている。これ

らの比較から、サイト間の相対的なゆれ方の特徴が現

われているのが確認された。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］平野、地下地質、地下構造、沖積層、更

新統、埋没谷、ボーリング調査、物理探

査、反射法探査、ハーフグラーベン、地

震動、増幅特性、観測アレー、データベ

ース、地質情報、総合化、統合化、メタ

データ、G-XML 
 

［研 究 題 目］土壌汚染調査・評価・管理手法の開発 

［研究代表者］松永 烈（地圏資源環境研究部門）  

［研究担当者］松永 烈、駒井 武、杉田 創、 

今井 登、寺島 滋、木村 克己、 

御子柴真澄、太田 充恒、丸茂 克美、 

辰巳 憲司、福嶋 正巳、飯村 洋介、 

澤田 章、田尾 博明、中里 哲也、 

徳永 修三 

［研 究 内 容］ 

１）地質調査・モニタリング技術 

 地質調査技術の開発では、東京都江東区、江戸川区

およびその周辺地域における自然由来の化学物質のバ

ックグラウンドを評価するために、河川堆積物や地下

水の化学特性の検討を行った。その結果、河川堆積物

からは過去の影響が認められる重金属高濃度地点が存

在することなどが分かった。モニタリング技術の開発

では、土壌中の重金属類の原位置簡易測定法と化学形

態分析法の開発を進めた。 

２）浄化処理技術の開発 

 界面動電法、抽出剤を用いた抽出法等の室内実験を

継続し、除去効率の向上を図った。界面動電法の開発

では、電解槽の pH 制御の影響を検討するとともに、

人工的に汚染させた黒ボク土を用いたヒ素浄化実験を

行った。抽出剤を用いた浄化法の開発では、実汚染土

壌の重金属類や有機体炭素の含有量等を調べるととも

に、一部の土壌について元素ごとに抽出特性の解析、

洗浄剤による土壌浄化実験を行った。重金属を積極的

に蓄積する植物（ハイパーアキュムレーター）につい

て、カドミウムを含有する実汚染土壌を用いたスクリ

ーニングを行った。 

３）リスク評価 

 土壌・地下水の汚染評価のため、汚染土壌を起点と

した人の曝露とリスクの概略モデル（一般的な暴露条

件を想定した評価）を作成した。また、汚染土壌から

の有害化学物質の溶出、土壌への吸着性などに関する

環境パラメータを取得するとともに、実汚染サイトの

調査に基づいて、暴露経路、暴露条件、暴露ファクタ

ーの基礎的な検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］土壌汚染、リスク 

 

［研 究 題 目］高濃度オゾンによる炭化ケイ素（SiC） 
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の酸化とデバイス特性評価 

［研究代表者］野中 秀彦（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］野中 秀彦、黒河 明、福田 憲司、 

小杉 亮治 

［研 究 内 容］ 

目標 

 既にシリコン酸化膜においてデバイス水準の界面・耐

電圧特性が得られることが実証されている高濃度オゾン

酸化法により、SiC において従来目標の次世代となる超

1kV 級の高耐電圧デバイス用の高品質酸化膜を得るこ

とを目標とする。本研究では、研究ラボが有する高濃度

オゾン酸化技術及び計測技術とパワーエレクトロニクス

研究センターが有するデバイス作製・評価技術を融合す

ることにより、SiC パワーデバイスのさらなる高性能化

を目指す。 

研究計画 

 平成14年度では、既に開発が進んでいる高濃度オゾン

対応シリコン酸化炉を原型として、SiC 酸化に必要なよ

り高温度の酸化条件に対応した酸化炉の設計を行い、ユ

ニット共同で装置開発を行なった。さらに本ラボにおい

てオゾン供給条件の 適化のためのレーザー光を用いた

オゾン濃度分布のその場測定技術を開発した。平成15年

度（ 終年度）は、開発した酸化炉を用いて、研究ラボ

で進める SiC 基板上での平面・垂直オゾン濃度分布の

解析を取り入れた試料合成を行い、センターにおいて

SiC MOS デバイスの作製とその電気的特性評価を行っ

た結果を用いて、高信頼性酸化膜作製のためのプロセス

の 適化を行う。 

年度進捗状況 

 平成14年度に開発し、酸化温度の大幅な低下や良好な

耐電圧特性の酸化膜が得られた SiC オゾン酸化炉につ

いて、平成15年度は供給オゾンの流速の増大や試料加熱

用均熱体の材質を不透明石英とするなどの 適化を行な

った結果、MOSFET 作製に必要な12mm 角基板上に

1,150℃以下の低温条件で、50±5nm の酸化膜を30分以

内に成長することに成功した。ラボで作製した酸化膜は、

センターにおいて MOS キャパシタ構造による電気的特

性評価を行なった結果、ドライ酸化では従来にない低い

界面準位密度が得られ、良好な酸化膜/SiC 界面が形成

されていることを確認した。これらの成果に基づき、

MOSFET 作製プロセス中のゲート酸化工程において超

高濃度オゾン酸化を導入して得られた MOSFET のチャ

ネル移動度を測定した結果、ドライ酸化膜の上限値であ

る約5cm2V-1s-1を超える10.5cm2V-1s-1以上の大きな値が

得られた。同 FET はドレイン電流の立ち上がりも早く、

チャネル移動度が 大値となるゲート電圧において十分

に大きな値となっており、デバイスとしての実用性も確

認できた。今後は、オゾン供給方法や SiC 基板加熱方

式を改良し膜厚の均一性を±5%以内に高めることと、

信頼性向上の確認が課題である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］オゾン、SiC、酸化膜 

 

［研 究 題 目］多次元情報飛行時間質量分光法 

（Super-TOF）の開発 

［研究代表者］大久保 雅隆（極微プロファイル計測研

究ラボ） 

［研究担当者］齋藤 直昭、浮辺 雅宏、黒河 明、 

茂里 康、絹見 朋也、久志野彰寛、 

溝田 武志、陳 銀児 

［研 究 内 容］ 

 飛行時間型質量分光法は、プロテオーム解析、ポスト

プロテオーム解析において中心的役割を果たしている。

原理的に分析可能な質量範囲に制限がない、あるいは広

い分子量範囲を同時分析可能という特徴を有している。

しかし、主要コンポーネントであるイオン化とイオン検

出の双方においてイオン化率、イオン検出量子効率が不

明であるため、意味のあるのは分子量の一次元情報のみ

である。そこで、イオン量やイオンの運動エネルギーと

いった多次元情報の計測により、原子から DNA のよう

な巨大分子までカーバーし、真の分子量分布の計測を可

能とする計測ツールを構築する。 

 計測ツールを構成するコンポーネントとして、原理的

にイオン検出量子効率が分子量、分子種によらず100%
を担保できる超低温イオン検出器、定量分析に適したイ

ンクジェットイオン源、イオン光学系のコンポーネント

開発を行い、多次元情報質量分析装置として統合する。 

 本年度は、各コンポーネントの原理実証を行った。検

出器ではフォトリソグラフィー技術により、イオン検出

用超伝導検出器を作製し、Ta クラスターイオンを模擬

イオンとして、100kDa までのイオン検出に成功した。

イオン源では、直径数10μm 液滴を真空中に導入可能

なことを実証した。イオン光学系では、イオン軌道の計

算を行い、リフレクトロンを有する質量分離部を作製し

た。 

［分 野 名］社会基盤（標準） 

［キーワード］飛行時間質量分光法、超伝導検出器、イ

オン源 

 

［研 究 題 目］オゾンの励起状態制御による超低温酸化

装置 

［研究代表者］野中 秀彦（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］野中 秀彦、一村 信吾、黒河 明、 

中村 健 

［研 究 内 容］ 

目 標 

 本ラボ独自の技術に基づき発生した100%オゾンの光

励起による200℃以下の温度領域における超低温酸化技
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術を開発する。そのために、大面積基板移動機構とオゾ

ン光励起部が一体となった超低温オゾン酸化炉による大

面積基板の超低温酸化技術を開発する。 

研究計画 

 平成14年度においては、既存の装置を用いて、オゾン

光励起のシリコン低温酸化における効果を明らかにし、

酸化条件の 適化のための基礎データの取得を進めた。

さらに、大面積酸化用光例起用光源を決定・取得し、ビ

ーム均一性などを評価した。平成15年度（ 終年度）に

おいては、プロトタイプであるオゾン励起状態酸化装置

を開発する。本装置は、大面積試料の超低温酸化用の酸

化炉であり、オゾン酸化炉本体のほかに、レーザ光照射

領域調整のための光学系と試料移動機構を装備するため、

それらの実現のための装置の試作を進める。並行してレ

ーザ光照射オゾン酸化の 適条件の確定を行い、このた

めに、励起状態原子状酸素のプロセス中の濃度推定手法

を開発する。作製したオゾン励起状態酸化装置に 適条

件を適応し、オゾン励起状態制御による大面積試料上へ

のシリコン酸化膜の超低温作製技術を開発する。 

年度進捗状況 

 平成15年度は、平成14年度予算で購入した高繰り返し

エキシマレーザーをオゾンの励起源とする基板移動型超

低温酸化装置を試作し、オゾン供給量、基板移動速度な

どの酸化条件の 適化を進めた。その結果、200℃以下

の低温条件において0.5cm 毎分の移動速度で膜厚2nm
超の酸化膜を8インチ基板上に超低温連続作製すること

が可能となった。さらに、NEDO 再委託費「超高濃度

オゾン活用の高品質 Si 酸化膜低温形成技術と装置の開

発」の下で、励起状態酸素原子のオゾンからの生成率の

見積もり法を確立し、膜成長条件の 適化の指針を得た。

これらの結果、プロトタイプの作製に必要な技術要素の

うち、オゾンの光解離による励起状態酸素の高効率生成、

基板移動による大面積連続酸化までを解決することがで

きた。今後は、光照射光学系を改良することによる成膜

速度の増大と MOS キャパシタ構造による電気的特性の

測定に基づく膜質の高品位化の両立が課題である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］オゾン、光励起、低温酸化 

 

［研 究 題 目］エアロゾルデポジション法によるマイク

ロ超音波源の開発 

［研究代表者］明渡 純（機械システム研究部門） 

［研究担当者］マキシム・レベデフ、佐藤 治道、 

中野 禅、芦田 極 

［研 究 内 容］ 

 本 PJ では、エアロゾルデポジション法（AD 法）が

圧電厚膜を接着剤などを介さずに金属部材上に直接形成

できるという特徴を生かし、高性能かつ安価な微小超音

波源、アクチュエータデバイスのプロトタイプ試作に取

り組み、その有効性を実証する。 

 超音波発生源として高周波応答可能な高い機械的 Q
値をもつ圧電厚膜の材料、成膜条件を検討、100μm～

数 mm 角の微小超音波発生装置を試作した。その結果、

Si 基板上での超音波源としての動作を確認、基板上に

展開された液膜中の微粒子が超音波の照射により凝集・

分散する現象を発見、圧電膜や電極パターンの形成によ

り、液中微粒子のハンドリングに成功し、μ-TAS 等へ

の応用に関する特許を出願した。 

 次にアクチュエータ駆動源としてのプロトタイプを試

作し有効性を検討した。その結果、従来 Si エッチング

加工で作製された振動共振型圧電トランスューサー用の

Si 梁構造体に、エアロゾルデポジション法で厚さ3～6

μm の PZT 厚膜を直接形成、圧電振動子のデバイス性

能として共振周波数30kHz 以上、機械的 Qm=400～600

を達成し、連続動作（ファティーグテスト）で1010回以

上の特性安定性、低い温度依存性を確認した。さらに同

様の構造を Si 部材より安価な SUS 構造上で実現する

ことを目標に、成膜条件を 適化し、500℃のプロセス

温度で実用検討可能な圧電特性を実現、エッチング加工

で形成された SUS 微細構造をベースにしたマイクロ光

スキャナーデバイスをプロトタイプとして試作した。高

価な Si 微細加工技術を用いなくとも、SUS ベースの従

来精密機械加工技術との組み合わせで高性能なデバイス

作製を容易にできることを実証できた。 

 また、上記のプロトタイプの用途拡大、実用化加速を

前提に、メタルベース MEMS というコンセプトを提案、

これを実証推進する意味で、マイクロプレス機を用いて

マイクロ構造を高効率かつ高精度に加工する技術の開発

に取り組んだ。これにより精度の高い微小金属構造部材

や圧電膜、電極層との一体構造を安価に成形する手法を

検討した。実験に用いたマイクロプレスはプレス能力

1kN の手のひらに乗るサイズ・重量であり、金型はマ

イクロプレスに装着可能なサイズ（底面寸法30mm×

30mm、閉じ高さ50mm）である。打ち抜き形状は、先

述のプロトタイプデバイスで設計された幅200μm、長

さ1.5mm のスリットを2つ並べ、間に幅100μm の梁を

残す形状となっている。実験の結果、プレス加工一般に

用いられている銅系材料はもとより、高硬度な鋼材の薄

板（HV400）についても精度良く加工を行うことが出

来た。この結果より、マイクロプレスを用いてマイクロ

構造を製作可能であることを確認した。 

［分 野 名］ナノテク材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、MEMS、 

超音波、マイクロアクチュエータ、圧電

材料 

 

［研 究 題 目］炭化水素を燃料とした小型固体酸化物形

燃料電池の開発 

［研究代表者］日比野 高士（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］日比野高士、平林 大介 
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［研 究 内 容］ 

 燃料電池の小型発電機への応用には、これまで固体高

分子形燃料電池（PEFC）が有望視されてきたが、 近

になり固体酸化物形燃料電池（SOFC）もその有力な候

補として検討されるようになった（米国 DOE では SECA、

EU では FP5、民間では BMW）。これは SOFC が

PEFC に対して寿命が長く信頼性が高いこと、比較的

安価な材料を使用できること、及び水素以外にも炭化水

素・アルコールを燃料ガスとして直接使用できることに

よる。ただし、従来までの SOFC ではセルデザインが

あまりに複雑であるために、振動などの機械的ショック

や温度の上げ下げに伴う熱的ショックによりセラミック

ス部材が破損する危険性が非常に高かった。そこで、

我々は SOFC セルデザインを単純化するために、燃料

ガスと空気を分けることなく、それらの混合ガス中で発

電できる単室式 SOFC を世界で初めて考案し、その性

能を高めるための材料開発を行ってきた（2000年に

Science 掲載）。本ハイテクものづくり PJ では、これま

での研究成果をもとにして実用レベルで求められる性能

とサイズを満たす単室式 SOFC のデモ機をイビデンと

共同して試作することを目的とした。 

 我々が開発した単室式 SOFC の特長は①炭化水素燃

料を直接使用できる、②セルデザインが単純である、③

ガスセパレーターやガスシール部材が不要である、④電

解質を薄膜化することなく二つの電極を印刷技術で近づ

けるだけでオーム抵抗を低減できる等が挙げられる。こ

れにより、従来の二室式 SOFC より小型・軽量でポー

タブル性に優れたセルスタックを構成することが可能に

なる。そこで、これらの特長を活かして H15年度には、

14年度までの基礎データをもとに、小型燃料電池を試作

し、コードレスファンヒーター用発電機としての評価を

行った（容量1-10W）。 

 年度進捗：H15年度として電解質対面電極配置のデモ

機を試作するために、これまでの基礎データをもとにし

て目標とする容量が達成できるようなセルスタックの設

計を行った。また、その試作を現在共同研究を行ってい

るイビデン株式会社に委託した。現時点での進捗状況は、

そのスタックをファンヒーターに搭載して、発電特性や

長期安定性試験を行っている段階である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、低温作動、炭化

水素燃料、デモ機 

 

［研 究 題 目］スーパーインクジェットによる環境適応

型デバイス製造技術 

［研究代表者］村田 和広 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 市販の産業用インクジェット装置は、生産性を重視し

ており一度に多量の液が必要である。メンテナンスに多

くの時間を要する。研究用途としては、生産性よりはむ

しろトライアンドエラーの効率性を重視した、簡便かつ

高精度な装置が望まれる。従来の研究開発用インクジェ

ット装置よりも一桁以上精細な超微細インクジェット装

置のプロトタイプの実現を目指す。 

 本 PJ では研究用超微細インクジェット装置を試作し、

研究用として使いやすい約100mm 角の大きさの基板に

対し、パターニング可能な装置の開発を進めた。位置合

わせ精度0.1μm、ステージ移動速度100mm/sec、のス

テージと、表面に凹凸がある基板に対しても精密な位置

あわせができるように、高さ情報の読み込みによる Z
軸制御を備える。こうした工夫などにより描画の安定性

を向上させ、研究開発用装置のプロトタイプを開発した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超微細インクジェット、ミニマルマニュ

ファクチャリング、微細配線形成、マイ

クロパターニング、研究開発用プロトタ

イプ 

 

［研 究 題 目］超低消費電力・デジタル対応フィールド

エミッション TV の試作開発 

［研究代表者］長尾 昌善 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］金丸 正剛、松川 貴、長尾 昌善、 

田村祐一郎、山内 洋美、佐長 裕 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 単結晶シリコンエミッタを搭載した低消費電力・高精

細の次世代 CRT（FE-CRT）の開発 

（研究計画） 

 単結晶シリコンエミッタの長寿命化を図り、それを電

子源とする CRT-TV を試作する 

（進捗状況） 

 長寿命化のための方法として、シリコンエミッタを

HfC で被覆する方法を開発し、9000時間以上の直流動

作を行い電流減少することなく安定して動作することを

示した。また、電子源の高密度実装や HfC 被覆により、

大電流動作が可能となり、従来の熱陰極より1桁程度電

流密度の高い10A/cm2以上を達成した。 

 さらに、電界放出電子源を従来の熱電子源を用いた

CRT 作製プロセスに導入する場合の課題抽出と解決策

の検討を行った結果、10インチの FE-CRT を試作しモ

ノクロ映像を出すことに成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］フィールドエミッタ 次世代 CRT 
 

［研 究 題 目］糖鎖を活用した有害蛋白質検出技術の実

証 

［研究代表者］箕浦 憲彦（先端バイオエレクトロニク

ス研究ラボ） 
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［研 究 内 容］ 

 感染症に関わる有害な蛋白質を、生体の感染機構を巧

みに利用したセンサーによって、高感度に迅速に検出す

ることを目的に研究を行っている。感染性因子が、生体

の細胞表層に存在する糖鎖に結合することに着目し、こ

の感染機構を模倣して感染性因子を高感度に検出する研

究を展開している。天然の糖鎖を模倣した糖鎖を化学的、

酵素的、ケモエンザイム的に効率よく合成を行い、セン

サーチップ上に、固定化する。本年度は、ガラクトース

を認識部位に有する糖誘導体を合成し、これをセンサー

チップ上に固定化した。標準糖結合性蛋白質である

RCA120レクチンを用い、該糖鎖チップの有効性を表面

プラズモン共鳴（SPR）装置により評価した。その結

果、再現性よく高感度に RCA120レクチン蛋白質を検出

することができた。また、金コロイド微粒子に先の糖誘

導体を固定化し、糖で表面がクラスター状に被覆された

微粒子を作成した。この微粒子は、室温で半年以上放置

しても、自然凝集しないほど安定であり、ここで設計し

た糖誘導体が、金微粒子の安定性に有効であることが実

証された。作成した糖被覆コロイド微粒子に、先述のレ

クチン蛋白質を加えたところ、凝集反応が生じたことを

明らかとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］有害蛋白質、SPR、センサー、糖、 

粒子 

 

［研 究 題 目］光制御バルブを集積化した高度ゲノムア

ッセイチップの実証 

［研究代表者］脇田 慎一（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センター）  

［研究担当者］脇田 慎一、永井 秀典、入江 隆、 

岩橋 均 

［研 究 内 容］ 

 光触媒材料と光応答性ポリマーから構成されるチップ

において、光による表面ぬれ性制御技術を発見し、新規

の光制御型微小流体バルブを開発した。光制御スイッチ

ングバルブ機構の解明を行い、光感応性樹脂の構造・組

成や波長依存性等について 適化し、微小バルブのぬれ

性制御の迅速化及び高レスポンス化を実現した。さらに、

産業化を想定し、第1次チップ試作として、PDMS チッ

プの射出成形用の鋳型について設計・開発を進め、256

個の光制御バルブを集積化したチップのマスターを作製

し、溶液導入ポート用ピン高さ等の射出成形の条件を決

定し、さらなる高集積型チップ作製への見通しを得た。

さらに、DNA の固定にチップ表面にカルボジイミド法

の予備検討を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス、ナノテク・材料・製

造 

［キーワード］マイクロ流体システム、表面物性、光制

御、バルブ、オンチップ化 

［研 究 題 目］アクティブターゲティング用新規 DDS
ナノ粒子の作製 

［研究代表者］山嵜 登（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］山嵜 登、大黒 伸行、鶴嶋 英夫、 

小島 周二 

［研 究 内 容］ 

 本研究で目指す DDS（ドラッグデリバリーシステ

ム）のプロトタイプは、以下の2種類のアクティブ・タ

ーゲティング（能動的・標的指向性）機能を有する新規

な DDS ナノ粒子である。①死亡率第一位である癌疾患

の治療に有効な薬剤を封入した標的指向性 DDS ナノ粒

子と、②中高年者の罹患率が高い炎症性疾患、並びに、

続発的に炎症を引き起こす疾患の治療に有効な薬剤を封

入した標的指向性 DDS ナノ粒子である。従来技術では

パッシブ・ターゲティング（受動的・標的指向性）用

DDS ナノ粒子が開発されてきたが、本課題で目指す上

記のアクティブ・ターゲティング用新規 DDS ナノ粒子

ができれば世界初であり、市場規模の大きいナノテク医

療分野の産業競争力強化に貢献できる。 

 本研究（平成15年度）では、癌や炎症性疾患治療用ア

クティブ・ターゲティング機能を有する新規な DDS ナ

ノ粒子の作製に成功した。そして、炎症性疾患モデル動

物として、眼炎症モデルマウスを作成し、上記の標的指

向性 DDS ナノ粒子が炎症疾患組織へ選択的にアクティ

ブ・ターゲティングされることを実証した。その結果、

炎症性疾患全般（脳炎、網脈絡膜炎、肺炎、肝炎、関節

炎など）、並びに、続発的に炎症を引き起こす疾患（悪

性腫瘍、リウマチ、脳梗塞、糖尿病、アルツハイマー病

など）の治療に応用可能な DDS ナノ粒子製剤開発が可

能となった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ドラッグデリバリーシステム、アクティ

ブ・ターゲティング、DDS ナノ粒子、

癌治療、炎症性疾患治療 

 

［研 究 題 目］3次元ステージチップの作製 

［研究代表者］安藤 泰久（機械システム研究部門） 

［研究担当者］藤澤 悟、三宅 晃司、池原 毅、 

松本 壮平 

［研 究 内 容］ 

［目標］ 

 既存の走査型プローブ顕微鏡（SPM）の PZT スキャ

ナの代替技術として、あるいは位置決め用のステージと

して、高速・ノーヒステリシス動作を可能にするマイク

ロ3次元ステージを開発することを目標とする． 

［研究計画］ 

 MEMS（micro electromechanical systems）技術に

おいて一般的に用いられている櫛形静電アクチュエータ

を用いて、ステージを支えるサスペンションの形状を一

部変更することで、基板に対して垂直方向の動作を容易
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に実現する技術を開発した。それを3次元に拡張するこ

とで、シリコン基板上に3次元動作を実現するステージ

を作製することが可能になる。開発課題としては、ステ

ージの構造の 適化の他に、SPM などへの組み込みを

容易に行えるようにすること、バッチプロセスによる傾

斜構造体の作製技術の開発がある。 

［年度進捗状況］ 

 本研究課題の開始前には、垂直動作のために角度が異

なる2種類の傾斜構造体（斜めの板ばね）が必要であっ

た。それを1種類の斜めの板ばねによって、3次元の動作

を実現する構造を開発した。傾斜構造体の角度が1種類

になったことで、基本的に2回のプラズマエッチングだ

けで3次元ステージを作製することが可能になり、製造

プロセスの簡素化に成功した。SPM などへの組み込み

を含めた実装技術に関しては、セラミックスプレートと

金属電極プレートからなるチップ用アダプタを開発し、

素手でも容易に扱えるようにした。また、チップ用アダ

プタは、チップを組み込んだ状態でステージを加熱でき

る構造になっている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野 

［キーワード］MEMS、走査型プローブ顕微鏡、 

静電アクチュエータ、位置決めステージ 

 

［研 究 題 目］有機無機ハイブリッド材料による VOC
センサデバイスの作製 

［研究代表者］松原 一郎（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 

［研究担当者］村山 宣光、申 ウソク、伊豆 典哉 

［研 究 内 容］ 

 リアルタイムモニタリングが可能で、高いガス選択性

及び感度を持ち、低温で作動する揮発性有機化合物

（VOC）センサデバイスには大きなニーズがあるが、

現在市販されているセンサ機器において、これらをすべ

て満たす製品はない。本研究では、VOC ガスに対して

高い選択性を持ち、リアルタイムモニタリングが可能な

有機無機ハイブリッド材料（PPyxMoO3）を用いた

VOC センサデバイスのプロトタイプの作製を目標とす

る。平成15年度は、１）PPyxMoO3の薄膜化技術の開発、

２）薄膜の微細構造制御による高感度化に取り組んだ。

以下に進捗状況を示す。 

１）基板として LaAlO3を選択すること、Mo(CO)6を固

体ソースとすること、酸素をキャリヤガスとすること

を特徴とした CVD 法により高配向 MoO3薄膜を成長

させ、ここに化学的手法で PPy をインターカレート

するプロセスを開発し、PPyxMoO3薄膜の作製が可能

となった。 

２）１）で開発したプロセスにおいて、CVD 法による

MoO3薄膜の成長条件を変化させることで、微細な結

晶粒子（現状50～200nm）からなる MoO3多孔質薄膜

の作製に成功した。これに PPy をインターカレート

した多孔質薄膜試料において、代表的な VOC ガスで

あるホルムアルデヒドガスに対して、緻密な薄膜に比

べ5倍程度の感度向上を達成した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］センサデバイス、有機無機ハイブリッド

材料、揮発性有機化合物 

 

［研 究 題 目］火薬類及び火薬原料危険物の火災等に対

する安全性評価試験方法 

［研究代表者］藤原 修三（爆発安全研究センター） 

［研究担当者］岡田 賢、秋吉美也子、松永 猛裕 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、火薬類及び火薬原料危険物が火災等にあっ

た際の安全性を事前に評価できる試験法を開発すること

を目標にしている。特に、近年、普及しつつある硝酸ア

ンモニウム系爆薬の中間体（以下、爆薬中間体と略す）

を大量輸送することを想定し、国内で実施可能な安全性

評価試験法を開発することを目的とする。現状では、こ

のための試験法を国連危険物輸送専門家委員会が検討し

ており、米国は約40L の試料量を要する試験法を提案し

ている。これに対して、多くの国は実施できないため、

より少量の試験法の開発が期待されている。そこで、

終的には1L 程度の試料量で行う試験法を JIS 化・国際

化することを目指している。このために、段階的にスケ

ールアップし、計測技術および項目の標準化を検討する。

今年度の主な成果は以下の通りである。①爆薬中間体を

ラボスケールで調製する技術を確立した。②爆薬中間体

の熱分解挙動を mg スケールで詳細に調べた。③米国提

案では試験中に爆薬中間体の状況を観測することができ

ない。そこで、ガラス製容器を用いて実際の試験に近い

条件下で実験を行い、爆薬中間体の状況を観測すること

に成功した。④200mL 容量の試験容器を作成し、火災

状況下を模擬した加熱下での状態計測（温度、圧力、化

学変化等）を行うことができる試験法を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］火薬類、安全性評価、輸送安全 

 

［研 究 題 目］グラファイト及び炭素材料の結晶構造の

評価試験方法 

［研究代表者］岩下 哲雄（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］岩下 哲雄、袖岡 賢、羽鳥 浩章、 

吉澤 徳子、丸山 勝久 

［研 究 内 容］ 

 鉄・アルミニウムの溶融電極、原子炉用材料、放電加

工用電極などの工業基盤材料やリチウムイオン二次電池、

燃料電池などの電極材料として用いられているグラファ

イト（黒鉛）および炭素製品の性能は、結晶性に強く影

響を受けることが知られている。炭素材料の結晶性の評

価方法としては学会および旧・工技院が X 線回折デー

タチャートの机上の手計算で解析する手法を独自に制定
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した。このような評価方法の基準は欧州にはなく、また

米国においては簡易方法が存在するだけである。 

 日本の炭素材料工業界は、全世界の炭素材料工業の売

上の約1/4（1000億円）を締めており、原子炉用材料、

放電加工用電極などの特殊炭素製品、電池の電極材料お

よび炭素繊維が得意分野である。このような炭素製品の

性能は、炭素材料の黒鉛結晶の結晶に強く依存しており、

精密な測定および解析精度が要求される。 

 これまでの研究成果から X 線粉末回折デジタルデー

タをコンピューター演算処理から決定する手法は2種類

に絞られてきており、現時点では X 線回折法による結

晶構造評価のラウンドロビンテストを実施しており、双

方の手法から得られる結果の信頼性および相違点などを

探る。また、試験結果に対する測定手法、測定装置およ

び測定した試料の影響などを統計的に調査、検討する。

計算プログラムは、この研究開発により自主作製し、知

的財産権を得る計画である。 

［分 野 名］計測標準 

［キーワード］炭素材料、結晶構造、X 線粉末回折、評

価方法、標準化 

 

［研 究 題 目］全リン、全窒素、全水銀分析の前処理法 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、中里 哲也、木村 明、関

戸 尊子（職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 閉鎖性水域の水質保全対策として、全リン・全窒素の

規制が実施されるが、従来の水質試験方法（ JIS 
K0102）では前処理が複雑で、必要とする有害試薬の量

も多い。このため、光分解反応に基づく簡易でクリーン

な前処理法を開発し、新たに JIS 規格に追加する。本

年度は１）各種リン化合物を当研究グループが試作した

6W の反応管内蔵型光反応器を用いることで、C-O-P 結

合を有するリン酸エステル化合物が室温・無試薬・短時

間（5分弱）で高効率に酸化分解することを示した。一

方で、P-O-P 結合を有するポリリン酸の分解の変換率

は低かった。この反応を促進するために様々な触媒を検

討したが、著しい加速効果を見いだすことができなかっ

た。しかし、この検討段階で P-O-P 結合が紫外線では

なく熱によって切断されることを明らかにし、この知見

を元にして使用する紫外線ランプの出力を20W に上げ

て、発生する熱によって P-O-P 結合の切断を著しく促

進させることに成功した。２）全窒素を測定する場合、

各種窒素化合物を亜硝酸イオンまたは硝酸イオンに変換

する必要がある。上記の反応管内蔵型光反応器を用いて、

10種類の窒素化合物の光反応条件について検討した。そ

の結果、20W 光反応器・無試薬・短時間（6分）で、6

種類の化合物を高効率に硝酸イオンに変換することが可

能となった。今後は試料 pH などの反応条件の 適化を

行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］全リン、全窒素、全水銀、分析 

 

［研 究 題 目］土壌中の有害金属の簡易分析技術 

［研究代表者］丸茂 克美（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸茂 克美、江橋 俊臣、氏家 亨 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 土壌汚染対策法で定めた土壌汚染状況調査では、ヒ素

や鉛などの有害重金属の現場分析法は規格化されていな

い。有害重金属による土壌汚染事例は極めて多いため、

有害重金属の現場分析法を規格化し、土壌汚染対策法で

活用することにより、土壌汚染調査・対策経費の迅速化

とコスト軽減を図る必要がある。このため、本研究では

エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置を用いた土壌中の

ヒ素、鉛含有量の試験方法を規格化し、様々な土壌試料

に対してヒ素と鉛を現場分析する技術を開発した。 

 エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置を用いて土壌中

のヒ素、鉛を定量する場合、ヒ素の Kα線と鉛の Lα線

が重なってしまうことが問題となる．そのため、鉛の L
β線強度を測定し、この Lβ線強度に見合う鉛の Lα線

強度を求め、ヒ素の Kα線と鉛の Lα線の強度の合計か

ら、鉛の Lα線の強度を引くことにより、ヒ素の Kα線

強度を求める必要がある。しかし、この方法の場合、鉛

の Lβ線に鉄のサムピークが重なってしまうことが問題

となる。特に土壌中に鉄が多量に含まれる場合には、鉄

のサムピークの影響が深刻になる。そのため、クロム製

の2次フィルターを試料と検出器の間に設置することに

より、鉄のサムピークを除去し、鉛の Lβ線の特性 X
線強度を測定する方法を考案した。 

 我が国の土壌には鉄が数%から30%もの鉄が含まれる

ため、様々な土壌を対象にして、2次フィルターを装備

したエネルギー分散型蛍光 X 線分析装置を用いて土壌

中のヒ素、鉛を定量した。その結果、これらの土壌中の

ヒ素と鉛の検出限界を15mg/kg 以下にするとともに、

認証標準物質を用いて、15mg/kg から100mg/kg のヒ

素と鉛を定量分析することに成功した。 

 土壌汚染対策法では土壌中のヒ素と鉛がいずれも

150mg/kg 以上含まれる場合に環境基準値を超過するこ

とになるが、エネルギー分散型蛍光 X 線分析装置を用

いた現場分析法では、この基準値の10分の1の含有量で

も定量できることになる。従ってこの現場分析法を規格

化することにより、土壌汚染対策法で活用することがで

きる。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］土壌汚染対策法、ヒ素、鉛、エネルギー

分散型蛍光 X 線分析法、2次フィルター、

サムピーク大項目名：土壌中の有害金属

の簡易分析技術 
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［研 究 題 目］難燃剤のリサイクル性を示す規格 

［研究代表者］加茂 徹（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］小寺 洋一（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

１．廃プラスチック中の臭素含有量の定量法 

 電気・電子機器や自動車に使用されているプラスチ

ック等には難燃剤として多くの臭素が含まれており、

これらの廃プラスチックを将来、マテリアルリサイク

ル、ケミカルリサイクルおよびエネルギー回収するに

は、原料中の臭素量を簡便で正確に測定するための標

準化法の確立が不可欠である。 

1.1 臭素の回収率を高めて定量性を確保するため、燃

焼温度、燃焼ガス流量（アルゴン、酸素）、燃焼時間、

試料量、吸収液量、吸収液のアルカリ濃度、還元剤、

還元剤添加量等の 適化を検討した。 

1.2 臭素の回収率をさらに高めて定量性を確保するた

め、これまでの装置にトラップカラムを加え、さらに

分析管の洗浄を毎回行い回収率の向上に努めた。 

２．難燃剤を含むプラスチックのリサイクル性の評価 

2.1 電気・電子機器等で使用されている難燃剤を含む

樹脂を対象に、マテリアルリサイクルのし易さを示す

指標の原案を作成し、各関係団体との意見交換を行っ

た。 

2.2 プラスチックや難燃剤毎に物性が大きく異なるた

め、ここでは ABS 樹脂や PS 樹脂のマテリアルリサ

イクルのし易さを示す指標に特化した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］臭素 分析法 イオンクロマトガラフ 

還元剤 酸素燃焼 廃プラスチック 

 

［研 究 題 目］PM2.5測定装置 

［研究代表者］吉山 秀典（環境管理研究部門） 

［研究担当者］吉山 秀典、白波瀬雅明（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中に浮遊する微粒子の中で2.5μm 以下の微粒子

を選択的に捕集する装置の標準（JIS）化を目指した研

究である。この研究では微粒子の分粒特性、流量計の特

性及び捕集した微粒子を計量する方法などを検討しなけ

ればならない。 

 本年度は分粒特性について標準粒子の発生装置を確立

し、検出方法を検討するとともに、サンプラー、流量計、

フィルタ及び天びんについて各々検討会を開催して素案

の作成を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］PM2.5、微粒子、JIS、採取装置 

 

［研 究 題 目］走査電子顕微鏡分解能測定法 

［研究代表者］岡山 重夫 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］岡山 重夫、松畑 洋文 

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 走査電子顕微鏡（SEM）の性能を左右する分解能評

価法は、従来、カーボン基板上の蒸着粒子の二次電子像

を撮影し、画像上の蒸着粒子間の 小間隔 D を計測し、

撮影倍率 M から分解能 d=D/M を決定してきた。この

測定法は、観察倍率、コントラスト、ノイズの影響で再

現性、定量性に問題が多く、新たな分解能評価法の確立

が懸案となっている。本研究は、近年の PC 制御による

SEM の普及を背景に、ディジタル SEM 画像をベース

とする定量的な分解能評価法の標準化提案に必要な研究

課題を明らかにし、標準試料作製法、評価手法の確立を

目指すものである。 

［研究計画］ 

 15年度は分解能測定用試料作製技術を確立し、分解能

測定手法における個々の問題点を抽出し、測定法の 適

化に向けた研究を展開すると共に、分解能評価用の画像

データの集積によるデータベース化を検討した。16年度

以降は、これらの成果をドキュメントとしてまとめ、国

内の国際標準化委員会と連携して、TC202/SC4国内委

員会提案としてまとめ、国際標準化のために ISO/ 
TC202/SC4へ提出し ISO 化することを 終目標として

いる。これに対応して、併せて JIS 原案の策定を計画

したものである。 

［進捗状況］ 

 SEM では、1nm 前後の分解能評価法を確立すること

が要請されている。そのためには、工学的に測定用標準

試料またはその作製法を開発することが不可欠である。

本年度は、本研究で開発した高配向グラファイト

HOPG 基板上にスパッタ・コーティングでナノメート

ルの金粒子を形成する試料作製法について高度化を図っ

た。特に、観察時に電子線照射によって引き起こされる

試料のコンタミネーションを低減するために、有用な観

察前の試料加熱による金粒子の粒子寸法の変化を抑える

有効な処理法を確立した。加熱処理前後での HOPG 上

の金の平均粒子径とそのバラツキを表す標準偏差値σは、

加熱前に2.5nm、σ=0.9nm、加熱後は3.2nm、σ=1.3nm
で、再現性のよい簡便な標準試料作製法が開発できた。

さらに、開発した試料の SEM 画像データを使って、高

速フーリエ変換像と自己相関像から分解能を評価した。

また、ディジタル画像データから分解能を評価する新た

な手法の標準化に必要な標準画像データ、評価手法等に

関するデータベース構築について検討した。研究成果と

して、電子線を試料上に照射する際に起るコンタミネー

ションによる像劣化を低減する試料ホルダーについて特

許出願した。「SEM 高分解能測定用試料作製技術」に

ついては、標準情報 TR データとして取りまとめると共

に、測定法に関連する成果と共に日本電子顕微鏡学会に

おいて公表した。 

［分 野 名］情報通信 
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［キーワード］電子顕微鏡、分解能、標準試料 

 

［研 究 題 目］高周波領域の基準聴覚特性 

［研究代表者］倉片 憲治（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］倉片 憲治、水浪田鶴、松下一馬（製品

評価技術基盤機構）  

［研 究 内 容］ 

 情報機器（パーソナルコンピュータ等）をはじめとす

る新たな消費生活製品の普及に伴って近年問題化しつつ

ある高周波（約10～20kHz）騒音に対処するために、若

年者を対象として高周波音に対する聴覚特性の測定方法

の開発及び標準データの収集を図る。そのデータに基づ

いて情報機器等の騒音の評価基準を定めることは、製品

の安全性向上という公共目的の達成のため欠かせない。 

 この研究ではまず、市販されている情報機器等の消費

生活製品を対象に、それらが発する高周波騒音の実態調

査を行った。これによって高周波騒音の音響測定・分析

技術を確立し、不快感の原因となり得る成分の音響特性

を明らかにした。その成果は、JIS TR C 0028“パーソ

ナルコンピュータのリニア PCM オーディオ信号入出力

性能の測定方法”として提案し、平成15年7月に制定さ

れた。同時に、本 TR は（社）電子情報技術産業協会の

協力を得て、IEC/WD 61606-4“Audio and audiovisual 
equipment-Digital audio parts-Basic measurement 
methods of audio characteristics-Part 4: Personal 
computer”として提案した。平成15年末現在、審議を

継続中である。 

 さらに平成15年度は、10～20歳代の約100名を対象と

して、問題となる高周波音に対する 小可聴値（聴覚閾

値）及び不快度の測定を行った。これによって、高周波

領域における聴覚特性の標準データを確立した。その成

果は、日本音響学会等で発表し、広く公開した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高周波騒音、聴覚特性、標準化、消費生

活製品、パーソナルコンピュータ 

 

［研 究 題 目］有効視野と視認性評価法 

［研究代表者］佐川 賢（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］佐川 賢、氏家 弘裕、三谷 誠二 

（製品評価技術基盤機構）、福永 克己 

［研 究 内 容］ 

 交通標識、誘導サインなど、視野周辺に提示される視

覚標示物の視認性を評価するため、明るさ及び色の異な

る視覚標示物を見つけることのできる視野の範囲（有効

視野）のデータベースを作成するとともに、視覚表示物

の検出しやすさを評価する標準的手法を確立する。製品

評価技術基盤機構との共同研究により平成14年度から3

年間のプロジェクトとして実施した。 

 前年度に制作した平面大視野スクリーンによる有効視

野計測装置により、均一視野に提示された3段階の輝度

差、大きさ、コントラストを有する指標の検出確率を、

高齢者（60-70歳代）52名、若年者（20歳代）46名の計

98名について計測し、輝度要因に関する有効視野のデー

タベースを作成した。この結果、若年者と高齢者の年代

差は有効視野の広さに明確に現れ、高齢者は若年者に比

べてすべての条件において平均的に視野が狭まることが

判明した。指標の条件に関しては、輝度差は大きくなれ

ば有効視野の範囲は広がり、また、指標の大きさも大き

くなれば視野は広くなる。また、コントラストも高くな

ればなるほど有効視野は広がる。これらの効果は高齢者

及び若年者に同等に現れることも判明した。 

 今後は色差を導入して、色差による有効視野の変化の

データベースを作成するとともに、輝度の要因と色差の

要因を考慮して、視野周辺に提示される視覚標示物の視

認性の評価法を開発する予定。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視覚表示物、データベース、有効視野、

視認性、高齢者 

 

［研 究 題 目］セラミックスの加工損傷評価手法 

［研究代表者］兼松 渉（セラミックス研究部門）  

［研究担当者］伊藤 正治、宮島 達也、酒井 清介、

川原みゆき 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、セラミック構造部品の加工工程で、部品表

面に生じる加工損傷を評価する試験・評価方法の JIS
規格化を目的に、試験片強度の評価を通して、加工損傷

の有無を判定する手法の開発を行うものである。本年度

は、昨年度作成した第二次案に至るまでの研究成果をま

とめた成果報告書（産総研出版番号 AIST03-C000012）

を、企業・大学等の研究者に配布し、これに対する意見

を参考にしながら、ISO 等の関連文献を調査し、将来

の ISO 化を配慮した規格 終素案を作成した。規格素

案は、本体と3つの付属書、解説からなり、損傷のない

と見なせる試験片の強度データを基準にして、任意の条

件で加工を行った試験片の強度の低下を、統計的検定手

法の一つである t 検定により判定する手順を明らかにし

た。また、加工現場の技術者が主体となると予想される

規格ユーザの利便性に配慮し、結果の判定や所要の試験

片本数の算出に用いる数表、線図を付した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、研削加工、き裂、統計処

理 

 

［研 究 題 目］非酸化物系ファインセラミックスの化学

分析方法 

［研究代表者］上蓑 義則（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］柘植 明、森川 久 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、ファインセラミックス用窒化ケイ素
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と炭化ケイ素の化学分析方法を定めた JIS R 1603並び

に同1616に明記された懸案事項や不備な事柄を解決し、

両 JIS の改正原案素案を提案することにある。 終年

度の平成15年度は、窒化ケイ素中窒素の定量法、窒化ケ

イ素中ハロゲンと硫黄の同時定量手法、炭化ケイ素の加

圧酸分解方法について検討を行った。不活性ガス融解-

ガス分析法にて行う窒化ケイ素中窒素の定量結果は、装

置の校正に用いる標準物質により異なる。この原因につ

いて検討し、標準物質中に含有する酸素に起因すること

を突き止め、測定試料と同様の窒化物を標準物質として

校正しなければならないことを見いだした。窒化ケイ素

中のハロゲンと硫黄は、炭化ケイ素中のハロゲン、硫黄

と同様に、本研究において従前に開発した熱加水分解-

イオンクロマトグラフ分析法にて定量できることが分か

り、 適分析条件を確立した。市販の炭化ケイ素原料微

粉末には、現行の JIS に記載された加圧酸分解-ICP-発
光分析手法では完全分解できないものがあるが、これを

解決するために、用いる硫酸、硝酸、フッ化水素酸量の

組み合わせと加熱温度について詳細に検討し、完全分解

できる加圧酸分解条件を確立した。これらの結果並びに

これまでに本研究で得られた成果を盛り込み、両 JIS
の改正原案素案を提案した。この素案をもとに今後両規

格の改正原案作成委員会を擁し、両 JIS の改正を行う

予定である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野 

［キーワード］炭化ケイ素、窒化ケイ素、化学分析方法、

JIS、ガス分析法、熱加水分解、加圧酸

分解 

 

［研 究 題 目］金属系材料の腐食・疲労試験方法 

［研究代表者］岡崎 義光（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 金属系材料は構造材料や医療材料などに多く使用され

ている。しかし、寿命を予測する上で重要な腐食疲労特

性に関するデータは、データ取得に長期間を要するため

に民間団体のみではデータが取得しにくく、体系的なデ

ータの整備及び試験方法の確立が ISO 及び産業界から

強く求められている。そのため、金属系材料における腐

食・疲労試験方法を確立し、標準化を行うことを目指す。 

研究計画および進捗状況： 

 金属系材料の腐食疲労特性に及ぼす製造条件、試験片

形状、負荷荷重、周波数、波形、摩擦、腐食環境、ねじ

り等の影響に関するデータを取得・解析するため腐食疲

労試験を行った。 

 疲労試験片形状としては、平行部の有無による影響は

ほとんど見られなかったが、板状試験片の場合、端部の

処理や圧延時の表面性状によって疲労強度が大きく変化

するケースがあった。1Hz～30Hz まで周波数を変化さ

せデータを取得した。30Hz の場合、疲労強度がやや下

がる傾向が見られたため、2Hz～20Hz の周波数が試験

に適していると考えられた。一般的に工業分野ではサイ

ン波を用いて材料の疲労特性を評価している。主に生体

内で骨格の代替物として使用されるインプラント材料で

は、例えば歩行波形（歩行時に大腿骨頭にかかる荷重を

模擬した波形；ISO14242参照）に近い波形で荷重が負

荷されることも考えられるため、サイン波と歩行波形を

用いた場合の疲労特性について検討した結果、サイン波

と歩行波形を用いたことによる差はほとんど見られなか

ったため、サイン波でも歩行波形と同様にインプラント

材料が評価できることがわかった。 

 また、ISO において規格化されている材料や日本オ

リジナルで開発された材料に関して幅広く疲労特性デー

タを体系的に取得し、生体内を模擬した環境、周波数、

波形の影響について総合的に検討し、効率的な疲労試験

方法を JIS 案としてとりまとめた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］標準化、金属材料、疲労特性 

 

［研 究 題 目］地質図凡例コードに関する標準情報 

（TR 化） 

［研究代表者］鹿野 和彦（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］鹿野 和彦、古宇田 亮一、牧本 博、

脇田 浩二、村田 泰章、尾崎 正紀、

宮崎 一博、中江 訓（職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 地質図の数値化を進める中で、地質凡例コードは産総

研地質調査総合センター内でここ数年間検討されている

が、産業界、大学等研究機関、学会、各省庁における実

例についての調査検討がほとんど行われていない。また、

国内において公表されたコード体系はなく、産総研以外

に自主的にコード体系を提案する動きもない。そこで、

まず中立的立場から国内における実情を調査し、米国地

質調査所を中心に米国が現在進めているコード化など先

進諸国の例を参考に、国際的な観点からも協調可能で、

かつ、既存の地理情報システムの上で矛盾なく利用可能

なコード体系を、JIS A 0204「地質図?記号、色、模様、

用語及び凡例表示」で標準化された記号、色、模様、用

語等についてまとめた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地質図、コード、標準仕様 

 

［研 究 題 目］グリーンバイオプログラム・バイオプロ

セス実用化開発プロジェクト 

［研究代表者］松村 健（生物機能工学研究部門（北海

道センター）） 

［研究担当者］田坂 恭嗣、松尾 幸毅、安野 理恵、

森山 裕允 

［研 究 内 容］ 

目標： 
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 種々の作出した組み換え植物を閉鎖系で育成試験可能

な温室を設計、建築する。 

研究計画： 

 本年より施行されたカルタヘナ担保法に基づく組み換

え植物の第二種利用を充分遂行可能な閉鎖型温室を建築

する。即ち、栽培室の空気が直接外気と交わらないよう

に、窓を有しない栽培室に加えて、栽培室内を陰圧にし、

前室との換気により温度調整を行う。前室の空気も

HEPA フィルターを通して初めて外気と換気可能にす

る。散水および植物体残渣、栽培用土が外に直接出ない

ように、床面はすべてコンクリート打ち、排水桝を設け

て、滅菌後排水可能とする。種々の植物種に対応した育

成条件を設定可能なように、温度、湿度コントロール可

能とし、風速制御、陽光ランプ等による補光も可能とす

る。 

 研究者の出入りは、温室作業室からエアーシャワーを

経由して前室に入室することとする。 

年度進捗状況： 

 栽培室および前室、作業室の床面積144平米の閉鎖型

温室を建築した。当初の目的通り、温度制御、湿度制御、

補光可能な組み換え植物栽培用閉鎖型温室が完成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組み換え植物、カルタヘナ法、閉鎖型温

室 

 

［研 究 題 目］ミクロ空間化学反応・現象の解明に関す

る研究開発 

［研究代表者］前田 英明 

（マイクロ空間化学研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、①酵素反応促進効果の解明に関する研

究 ②ミクロ空間を利用した超精密化学反応制御技術の

確立 の2つの目標の下に研究を行った。 

 ①では酵素反応促進効果に影響を及ぼす因子の洗い出

しを図ることを目的とした。その結果、流路の材質や形

状によらず、流速が速い場合に、酵素反応の加速化が顕

著に見られることを見出した。このことと、DNA によ

るサポート実験から、高分子である酵素が層流中の速度

勾配によってその高次構造を変化させ、酵素の反応性を

上げた可能性が大いに考えられる。現在、より直接的に

その検証を行っている 中である。 

 ②では、酵素固定化マイクロ化学プラント構築のため

の酵素の可逆的固定化方法2種の検証を行った。昨年度

我々の開発したジスルフィド結合による酸化還元的な可

逆固定化方法では、繰り返しによる酵素の固定化量の変

動や酵素活性の変化は認められず、本法がマイクロチャ

ネル壁面への酵素の可逆的固定化方法として有用である

ことが示された。また、もう一つの可逆的固定化方法と

して Ni 錯体形成による固定化方法を開発した。この方

法では、連続的な酵素の固定化操作でも反応収率に変化

は見られず、その有効性が確認された。また、精製をし

ていない大腸菌抽出液を用いてマイクロリアクターを作

製しても、精製品を用いた場合と同様の酵素の固定化量

およびマイクロリアクターの反応挙動を示した。このこ

とは、我々が開発した Ni 錯体形成による固定化方法が

プロセスの大幅なコストダウンにつながり、またリアク

ター調製に要する時間の短縮も期待される、画期的な固

定化法であることを意味する。これらのマイクロチャネ

ルへの酵素の可逆的な固定化は、これまで全く報告され

ていない新規なものであり、今後のマイクロ化学プラン

ト技術の普及に大きく貢献すると思われる。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］酵素反応促進効果、酵素固定化、マイク

ロリアクター 

 

［研 究 題 目］ステルス細胞（免疫学的に見えない細

胞）の開発 

［研究代表者］上田 太郎 

（ジーンファンクション研究ラボ） 

［研究担当者］上田 太郎、北山智華子 

［研 究 内 容］ 

 患者体内を自在に動き回ることができる自立走行型の

医療用マイクロマシンが実用化されれば、現状では夢物

語に過ぎないさまざまな可能性が現実的なものとなって

くる。古い例では「ミクロの決死圏」的な応用も考えら

れるだろうし、ガン細胞を攻撃する免疫療法での応用、

成長ホルモンなどを恒常的に分泌させる等の応用も考え

られる。あるいは医療用ナノバイオテクノロジーのベー

スとしての利用も考えられるし、前述のように細胞治療

的な見地からも、大量生産とストックが可能なユニバー

サルな細胞系に転換できれば、劇的なコスト削減と需要

に応じた迅速な供給が可能になるに違いない。 

 しかし現状の精密機械工学では、そうしたマイクロマ

シンを低コストで大量生産できる見通しはなく、また材

料の生体適合性についても課題が山積している。そこで

われわれは、ヒト細胞ベースの自立走行型医療用マイク

ロマシンを開発しようと考えている。ユニバーサルな細

胞株を出発材料とし、これにさまざまな遺伝子工学的改

変を加えることで新機能を付与して自己複製能をもった

マイクロマシンとし、不特定多数の患者の体内に移植投

与する、という考え方である。一方、ユニバーサルな細

胞を利用すると、免疫学的な拒絶反応が深刻な問題とな

る。この問題を解決するため、われわれは、宿主（患

者）の免疫系からは「見えない」ステルス細胞株の開発

を試みることにした。これは、概念的には誰にでも移植

できる O 型赤血球に近いが、赤血球は無核のため培養

増殖ができず、機能的な発展性も限られている。これに

対してステルス細胞は、実験室内で大量培養可能で、遺

伝子改変操作により新機能付与ができる O 型赤血球の

イメージである。 
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 具体的には、免疫学的に見えにくい変異マウスをベー

スに、膵臓ランゲルハンス島β細胞で特異的かつ可逆的

に癌化を引き起こすトランスジェニックマウス株を樹立

する。これらマウスは、高頻度でインスリノーマを発症

すると期待されるので、これからβ細胞を回収し、in 
vitro で培養する。これらの細胞に対して、脱癌化処理

を行えば、任意の系統のマウスに移植可能（ステルス）

なβ細胞となるはずである。これは I 型糖尿病の一つの

治療法となるばかりではなく、ステルス細胞の概念を実

証する実験となる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］拒絶反応、細胞治療、自立走行型医療用

マイクロマシン 

 

［研 究 題 目］組換えタンパク質生産システムの研究開

発 －低温条件下で働く系－ 

［研究代表者］田村 具博（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］田村 具博、中島 信孝、三谷 恭雄、 

三浦友未佳 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 過去生産が困難であった組換えタンパク質を供給可能

にする技術の開発を目指し、放線菌の一種であるロドコ

ッカス属細菌を宿主とした組換えタンパク質発現系とシ

ュードモナス属細菌を利用した新規無細胞タンパク質生

産系の構築を目指す。 

研究計画： 

 UV 照射により変異を導入した細胞群からスクリーニ

ングして得たリゾチーム感受性株についてその原因遺伝

子の単離・同定を行う。また無細胞タンパク質生産系は、

H14年度に Pseudomonas fluorescens 由来の S30粗抽

出分画を用いたタンパク質生産が可能である事を確認し

た事から、タンパク質の生産性を高めるための技術改良

を進める。実際には、高品質な S30粗抽出分画の調製技

術の開発や、本発現系の特徴である10℃以下でのタンパ

ク質生産において生産可能なタンパク質のスクリーニン

グを行う。 

年度進捗状況： 

 単離したリゾチーム感受性株は、その機能解析よりコ

リネバクテリア属細菌の同感受性株から単離された原因

遺伝子 ltsA の相同遺伝子によるものではないかと推察

された。そこで、ロドコッカス属細菌の ltsA 遺伝子を

クローニングし、該遺伝子の破壊株を調製すると変異株

と同じ表現系を示す事を確認した。また変異株の ltasA
遺伝子をクローニング・解析し、実際変異が導入されて

いる事を確認した。無細胞タンパク質生産については、

タンパク質生産性を安定化させる S30粗抽出分画の調製

技術と反応時の組成や条件を確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組換えタンパク質、発現系、放線菌 

［研 究 題 目］不凍蛋白質の構造構築原理の解明 

［研究代表者］津田 栄（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］津田 栄 

［研 究 内 容］ 

 不凍蛋白質は、零度 C 以下で細胞内に生成する氷結

晶の核に結合するという極めて特殊な能力を有している。

このため同蛋白質の「構造構築原理」の解明は、新しい

水凍結抑制物質のデザインを可能にし新しい低温産業を

創出させる可能性を秘めている。本研究では以下の研究

を行った。１．日本近海で捕獲される魚類などの寒冷地

に生息する様々な動植物の組織液を抽出し不凍蛋白質を

探索した。２．探索により得た40種類以上の不凍蛋白質

について様々な pH やイオン強度下での生化学性質を調

べた。３．遺伝子工学的に発現した不凍蛋白質に対して

アミノ酸変異や多量体化などを行い性能の変化を調べた。

４．コンピューター上での設計に基づいて実際に人工不

凍蛋白質の合成を行いその不凍性能を評価した。これら

により不凍蛋白質は人工的な多量体化により性能が増大

することが見出された。さらに高感度の多次元パルス

NMR 実験により不凍蛋白質の3次元構造の解明と分子

運動性の解明を行った。この実験は溶媒の組成や実験条

件を変えて常温?零度 C 以下のさまざまな温度域で実行

し、同蛋白質の物理化学的性質が明らかになった。多様

な不凍蛋白質の核となる分子設計図が明らかになり、そ

の実用化に必要な大量精製法の礎を確立することができ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ 

 

［研 究 題 目］プロテインビーズアレイ技術 

［研究代表者］町田 雅之（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］國廣 澄子 

［研 究 内 容］ 

目標：プロテオミックスは多種多様にわたる解析が必要

であり、失活というやっかいな問題があることから、

DNA チップにヒントを得たプロテインチップでは、

DNA チップと同様に非効率的なスポッティングが必要

であることはもとより、失活により長期の保存は不可能

であることなど多くの問題点がある。本研究では、1反

応溶液中で異なるタンパク質を保持する多数の異なるビ

ーズを提供し、極めて簡便かつ容易に再生が可能なプロ

テインビーズアレイを構築する技術を開発する。 

研究計画：試験管内で転写・翻訳が可能であり、標的と

するペプチド・タンパク質などをビオチンなどの適当な

分子結合できるアビジンなどのタンパク質を融合化して

発現できるように設計した DNA 断片を磁気ビーズ上に

高密度に固定化して発現させる。この際、磁気ビーズ上

にはビオチンなどの発現した融合タンパク質を捕獲する

ための分子を配置しておく。1個の磁気ビーズ上には同

一の DNA 断片となるように調製した異なる種類の
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DNA 断片を有する複数種類の磁気ビーズを単一の容器

で同時に発現させることにより、異なるタンパク質が固

定化された複数種類の磁気ビーズを単一容器中で作製す

る技術を確立する。 

年度進捗：昨年度は、His-tag あるいは HA-tag という

5-10残基程度の短いペプチドを標的として用いたが、今

年度は、Green Fluorescent Protein や Glutathione-S-
transferase などのタンパク質を用いることにより、tag と

同様に発現させ、特異的に濃縮できることを確認した。

また、発現方法の改良により、複数の異なる磁気ビーズ

間でのタンパク質の種類の分離を飛躍的に向上させるこ

とに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プロテインアレイ、磁気ビーズ、固相表

面ディスプレイ 

 

［研 究 題 目］構造規制ナノドメイン分子層および局所

化学反応を利用したマルチ抗体チップ構

築の研究 

［研究代表者］佐藤 縁（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］佐藤 縁、平田 芳樹、澤口 隆博、 

水谷 文雄 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 ナノテクノロジー・分子細胞工学・バイオセンサ・表

面物理化学等を融合する分野で大きく期待される、構造

規制された局所領域修飾技術の確立とこれを利用したマ

ルチセンサチップ開発のための基礎技術の確立を目指し

て研究を行った。 

研究成果： 

 基板表面に性質の異なるドメインを形成するための新

規手法の開発、各ドメイン構造の構築過程の追跡、構造

評価の新規手法の導入、形成されたドメイン表面の性質

の評価を中心に研究を行った。構造の規制された平滑な

金電極表面（金単結晶表面）に対し、これまで行われて

きた金-チオールの結合を利用する自己組織化単分子層

による修飾に加えて、新規に金-セレノールの結合を採

用した。鎖長が短い分子や単環芳香族系化合物では、チ

オールとセレノールでは金基板表面への分子の吸着速度

が全く異なることを表面増強赤外分光法、電気化学測定

により確認した（チオール：数分以内に飽和吸着、セレ

ノール：飽和吸着に20?30分以上の時間が必要）。またセ

レノール分子の方がチオール分子に比べ安定に金表面に

吸着することが電気化学的手法（還元的脱離法）により

確認できた。基板表面への結合形態の異なる系を合わせ

て採用することで、吸着挙動・吸着安定性の差を利用し

た新規なマイクロドメイン形成が可能となった。セレノ

ール系分子を採用したことでこれまで金-チオールの結

合の性質により支配され実現できなかったような電位範

囲で応答するような末端官能基の導入が可能となり、望

みの混合形態の混合単分子層構築がより一層実現可能に

近づいた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］金電極、機能性電極、自己組織化単分子

層、表面観察 

 

［研 究 題 目］癌の転移機構の解明 

［研究代表者］小高 正人（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］岡田 知子、小高 正人 

［研 究 内 容］ 

 癌細胞はさまざまな組織に転移を起こすが、特に悪性

骨髄腫、乳癌､前立腺癌等は高い確率で骨髄に転移を起

こし、激しい痛みを伴って癌患者の生活の質（QOL）

を低下させる。骨髄には、IGF、TGF、FGF 等さまざ

まな増殖因子が含まれているため、生理的条件下で骨を

溶かす細胞である破骨細胞の活性が高いと、癌細胞にと

っては、増殖の場の確保及び増殖因子の供給の意味から、

非常に有利な条件となる。そこで癌細胞が骨髄に転移を

起こす際に、破骨細胞と相互作用している可能性が示唆

された。我々は骨髄転移性癌細胞と、骨髄由来内皮細胞、

破骨細胞3者の関わりを解析し、骨髄転移性癌細胞が骨

髄由来内皮細胞を刺激して、その表面上の破骨細胞分化

誘 導 因 子 （ ODF: Osteolcast Differentiation Factor 
/RANKL：Receptor Activator of NFkB Ligand）の発

現を上昇させ、間接的に破骨細胞の分化を促進する事を

明らかにした。ODF のデコイレセプターである OPG
（Osteoprotegerin）を3者の共培養系に添加すると破骨

細胞の分化は完全に抑制され、破骨細胞誘導に ODF が

関わっている事が確認された。またこの癌細胞をマウス

尾静脈内に投与すると、生体内でも破骨細胞の誘導が上

昇する事が判明した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌の転移、骨髄、破骨細胞、内皮細胞 

 

［研 究 題 目］癌抑制蛋白質 p53の発現を調節する新規

蛋白質 CARF の分子機構の解析 

［研究代表者］スニル・カウル 

（糖鎖工学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 癌抑制蛋白質 p53、及び p53発現調節を担う ARF は、

癌細胞において高い頻度で異常が起こっている。これら

の蛋白質は共に細胞老化・癌化を制御する経路において、

重要な役割を果たす。それ故、これらに結合して活性を

調節する因子は、非常に重要な要因となる。我々は、新

規に p19ARF 結合蛋白質を単離し、CARF と名付けた。

そして、細胞の老化・不死化・癌化を制御する経路にお

いて ARF と CARF が構造的および機能的にどのように

関連しているか解明を進めていく。 

 これまで、CARF に対する抗体の作製と細胞内にお

ける ARF 及び CARF の相互作用の解析を行い、CARF
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は ARF と共存して働き、ARF の機能を充分に発揮する

ために必要な蛋白質であることが明らかにした。また、

CARF は、ARF の不在下、P53機能を活性化したこと

から、今年度は、CARF-p53間の結合について研究を進

展させた。これにより、CARF-ARF 間の機能解明をよ

り詳細に理解することができる。我々は、CARF の

ARF 独立的機能の分子メカニズムを明らかにするため

に、正常及び癌細胞における CARF の過剰発現、

siRNA（RNA 干渉）やプロテアーゼ阻害剤による抑制

を含む様々な手法を用いることにより、以下のことを証

明した。1) CARF はその安定性と機能活性により、野

生型 p53と直接相互作用する。2) CARF と p53の発現

レベルは、プロテアーゼを介した分解経路を経由した負

のフィードバック制御により反比例関係を示す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ARF；CARF（collaborator of ARF/ 
ARF コラボレーター）；p53 

 

［研 究 題 目］新規プロスタグランジン合成酵素により

心臓機能に及ぼすストレス影響を評価す

るモデル生物（細胞）の創製 

［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］近江谷克裕、藤森 一浩、萩原 義久、

茂里 康 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 今後急速な高齢化を迎える我が国において、高齢者が

健康かつ安心して暮らせる社会を実現するため、遺伝子

機能の解明に基づくテーラーメイド医療や画期的な新薬

開発を促すためのバイオテクノロジー基盤技術を構築す

ることは重要である。本研究では我々が特許化した新規

膜結合型グルタチオン非特異的プロスタグランジン E
合成酵素の機能解明を通じて本酵素を利用した新薬開発

等を 終目標とする。特に、本酵素がストレスや心機能

との関わりが大きいことから、培養細胞レベル或いはト

ランスジェニックマウスやノックアウトマウスを用いた

モデル生物レベルでの機能解明を、特に心臓機能との相

関から検討し、心臓機能に及ぼすストレス影響を評価す

るモデル生物（細胞）の創製を目指す。 

（研究計画） 

１）平成14年度で開始した TG マウスや KO マウスの作

成を継続する。特に KO マウスは熊本大学大久保教

授、東亜大学渡部教授と協力して進める。 

２）細胞レベルでの機能解析を行うため、プロスタグラ

ンジン E 合成酵素･蛍光タンパク融合体可視化プロー

ブを導入した細胞を構築、種々条件下においた細胞群

におけるプロスタグランジン E 合成酵素の変動をイ

メージングを、及びホタル発光酵素をレポータ酵素と

したプロモータ解析細胞を作成、外的因子に連動する

プロスタグランジン E 合成酵素の制御機序を解明す

る。 

（平成15年度進捗） 

 プロスタグランジン E 合成酵素の機能を解明するた

め、個体レベルは TG マウスや KO マウスの作成を継続

した。一方、プロスタグランジン E 合成酵素・蛍光タ

ンパク融合体可視化プローブを導入した細胞を作成し、

本酵素の N 末端部分がプロセッシングされた後に細胞

内のミトコンドリアに局在することを明らかにした。さ

らに培養哺乳類細胞におけるプロスタグランジン E 合

成酵素のプロモータ領域を明らかにし、各種外的因子と

の発現相関を検討、本酵素が外的な因子に影響されず、

定常的に発現することを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プロスタグランジン E 合成酵素、細胞機

能、イメージング 

 

［研 究 題 目］テラヘルツ電磁波の検出技術の開発と 

THz デバイスへの応用 

［研究代表者］酒井 滋樹 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］久米 英司、藤野 英利 

［研 究 内 容］ 

目 標： 

 超伝導超格子中でフラクソン運動が引き起こす現象を

THz 電磁波検出器で検出するための基盤技術を研究す

る。 

研究計画： 

 実際に超伝導超格子の励起源と検出器を隣接させた素

子構造を作製する。THz 電磁波微小プロープ技術の予

備検討も行う。 

年度進捗状況： 

 高品質な固有ジョセフソン接合を作製可能なウィスカ

ーを高感度なジョセフソン検出素子として利用可能な

YBCO 薄膜上に適切な熱処理を行うことで接合させる

ことに成功した。growth-melt-regrowth 法を用いて育

成した Bi2212ウィスカーを、レーザーアブレーション

法を用いて製膜した YBCO 薄膜上にのせ、電気炉で酸

素雰囲気中、アニール温度845℃で20分間熱処理を行う

ことにより YBCO 薄膜とウィスカーを接合した。その

後、再び酸素圧600Torr、アニール温度400℃の下で1時

間ほど熱処理を行うことで YBCO 薄膜の特性を回復し

た。ウィスカー部分をフォトリソグラフィー技術及びイ

オンミリングによりメサ型にパターニングを行い、I-V
特性に固有ジョセフソン接合特有のブランチ構造を観測

した。この技術により励起源と検出器を隣接させること

が可能となっただけではなく、様々なデバイスへの応用

されることが期待される。 

 また一方、テフロンを針状に加工し、それを探針とし

て走査することでミリ波（およそ100GHz）の分布をイ

メージングするプローブシステムを開発した。現在テフ
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ロン探針の形状等を工夫することにより、数ミリ程度の

解像度が得られている。テフロンは THz 領域において

透過性が非常によいので THz 領域までこの技術が使用

可能と考えられる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］テラヘルツ、超伝導、超格子、フラクソ

ン 

 

［研 究 題 目］フレキシブルパーソナルロボットに関す

る研究 

［研究代表者］河井 良浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］富田 文明、吉見 隆、小谷内範穂 

［研 究 内 容］ 

目標 

 屋内屋外を問わず実世界の多様な環境内で長時間行動

できる4輪4脚移動機構を有し、高度な3次元視覚機能な

どの情報処理システムを搭載したパーソナルロボットの

研究開発を行う。 

研究計画 

 パーソナルロボットが実用的であるためには、「屋内

屋外を問わず移動でき」、「長時間行動でき」、かつ、「自

律行動ができる」ことが必要であり、これを満たすハー

ド的にもソフト的にもフレキシブルなパーソナルロボッ

トの開発を行う。1) 実環境を自由に移動し、長時間行

動可能にするために、4輪4脚移動機構を有するロボット

の開発を行う。静止状態で電力消費なしに安定姿勢を保

て、かつ、段差や階段などでも人間が歩く速度と同等な

2km/h で移動でき、一度の充電で4時間以動けるロボッ

トを作成する。2) 自律行動が可能なためには、高機能

な視覚機能が必須であり、3次元視覚システム研究グル

ープで開発している VVV システムに、障害物や階段の

認識、3次元地図の自動作成、自己位置の認識、各種物

体の認識、各種動作の認識などの機能の追加・強化を行

う。 

年度進捗状況： 

1) 運転継続時間の長時間化のために、各関節軸のアク

チュエータをブレーキ直結型直流モーターとし、姿勢

を変えないときにはブレーキで保持し、モーター電流

を必要としないようにした。更に、モーター制御ドラ

イバー回路も同時に電源を切断できるように、ブレー

キとドライバーを計算機からオン・オフできるリレー

回路を設計・製作した。また、制御システムでは動作

制御の多様化に備え、プログラムのモジュール化とユ

ーザーインターフェースの可搬性強化の構造を導入し

た。 

2) 環境地図作成のために、多視点から観測した3次元

データの統合方法を開発した。また、それに基づいて

障害物を検知し、移動不可能範囲を自動計算する方法

を開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］パーソナルロボット、4輪4脚移動機構、

3次元視覚機能  

 

［研 究 題 目］高電気伝導性酸化物の極微細 XMOS ト

ランジスタゲートへの応用 

［研究代表者］柳澤 孝（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］白川 直樹、池田 伸一、長谷 泉、 

清水 貴思、昌原 明植、鈴木 英一 

［研 究 内 容］ 

 トランジスタ素子の微細化は、構造だけでなくゲート

絶縁膜材料についても従来の SiO2から、より誘電率の

高い新酸化物材料への革新を必要としている。いわゆる

high-k 材料の研究開発は、産総研においても次世代半

導体センターで国家プロジェクトとして取り組んでいる

のは周知の通りである。この場合、high-k 酸化物絶縁

膜上につけるゲート電極の材料が大きな問題となる。現

在のようにアルミやポリシリコンあるいは銅を用いると、

high-k 酸化物絶縁膜との間の酸化反応により、ゲート

電極の抵抗が増大するとともに、肝心の絶縁層の絶縁性

を劣化させてしまう。この問題は、現在進められている

強誘電メモリ（FeRAM）の開発でも大きな壁になって

いるものである。本研究は、ゲート絶縁膜と同じ酸化物

でゲート電極を構成することで上記の問題を解消し、絶

縁層との間での酸化反応のない、構造上も電気的にも安

定なトランジスタを実現することを目的としている。わ

れわれが結晶育成を行ったモリブデン酸化物 SrMoO3は

酸化物でありながら銅に匹敵する電気伝導率を有してい

るという特異な物質である。現在までに、単結晶を育成

して詳しく結晶構造や物性の研究を進めているところで

あるが、本研究では、これを薄膜化することにチャレン

ジし、導電性を劣化させずに薄膜を作成する技術を確立

する。そののち、さらに一歩進めて、当該薄膜を

XMOS のゲート電極として形成し動作確認を行い、

終的には、50nm スケールの酸化物ゲート電極／絶縁膜

の MOSFET の動作確認が目標である。本研究では、あ

えて合成・加工が容易な SrMoO4（酸素の数が目的物質

組成より1つ多い）のターゲットを作成し、熱酸化膜付

きのシリコンウェハ上に薄膜を100nm～500nm 程度、

堆積させた。基板温度（500℃、700℃）、直径4インチ基

板への入力電力（50W、100W、200W）を制御し、得ら

れた薄膜の相を調べると、入力電力50W の時に単相の

SrMoO3が合成できた。得られた単相 SrMoO3薄膜の電

気抵抗率は約100μΩcm であった。すなわち、多結晶

シリコンと同程度かそれ以下の電気伝導性を持つ

SrMoO3薄膜を、SrMoO4ターゲットを用いて、初めて

作成することができた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］高導電性酸化物、トランジスタ、ゲート

電極、high-k 酸化物 
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［研 究 題 目］多バンド超伝導体の基礎物性 

［研究代表者］田中 康資（エレクトロニクス研究部

門） 

［研究担当者］伊豫 彰、常盤 和靖 

（産学官制度来訪者） 

［研 究 内 容］ 

 提案グループで10年以上の蓄積のある多バンド超伝導

体の物質開発と提案者を中心に再構築した独創的な多バ

ンド超伝導物性理論を組み合わせ、基礎科学と応用に大

きなインパクトを与える新概念の確立に挑戦する。具体

的には、3年間で i-soliton を捕獲するのが目的であり、

平成15年度はその2年目である。 

 実験的な検証をめざして、ソリトン捕獲回路の設計を

行い、Tl-1223薄膜を加工し、ソリトンの有無を SQUID
走査型顕微鏡で調べるという、一連の研究方法を検討し、

実行した。Tl-1223の Vortex の含まれる磁束量が通常

の単位磁束であるかどうかを確認するために、回路を切

らない膜の SQUID 走査型顕微鏡も調べた。我々の理論

の発展版として米国の理論グループが提出した、ソリト

ン発生装置について、詳しい分析を行った。残念ながら

「バンド間位相差ソリトン」の捕獲にはまだ至っていな

い。 

［分 野 名］情報通信分野 

［キーワード］多バンド超伝導、ソリトン 

 

［研 究 題 目］次世代情報通信ネットワークのためのキ

ャリア制御可能な新スピン半導体の開発 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］齋藤 秀和、安藤 功兒 

［研 究 内 容］ 

 本研究提案は（研究期間：平成14～15年度）、次世代

情報通信ネットワーク用光スイッチや電流スイッチなど

の革新的超高速素子の実現に不可能な、スピン半導体新

材料を開発することを目指すものである。 

 半導体のキャリア制御性と磁性体の強磁性的磁気特性

を併せ持つ材料が実現すれば、既存の Si や化合物半導

体では実現できないメモリ機能を有する光スイッチや論

理素子ができるはずである。しかし、現在までそのよう

な物質は実現されていない。従来の物質の も大きな問

題は、強磁性が室温で失われてしまうことであった。そ

こで、研究代表者等は本研究において室温で強磁性を示

す半導体物質の合成に取り組んだ。その結果、（Zn、
Cr）Te という物質において、室温で強磁性を示す半導

体物質の合成に成功した。この物質は世界初の“室温強

磁性半導体”と国内外に広く認知されるに至っている。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］強磁性、半導体、スピントロニクス 

 

［研 究 題 目］遷移金属酸化物の耐熱材料への応用 

［研究代表者］池田 伸一 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］白川 直樹、長谷 泉、柳澤 孝  

［研 究 内 容］ 

 本研究は当初、これまでに無い状態を持つ新規な超伝

導を示すルテニウム酸化物 Sr2RuO4とその類似の物質

の電子物性研究を行っていた。その際に、ルテニウム酸

化物のなかで、空気中で非常に高い温度（～2000℃）ま

で安定に電気伝導性を示す材料を発見し、特許を出願し

た（応用特許も含めて四件）。これまで、空気中で

2000℃程度まで使用できる導電性酸化物は存在しなかっ

たが、新たに発見した材料の耐熱材料への応用を研究し

た。応用例としては、 近研究が進んでいる、ディーゼ

ルエンジンから出てくる微粒子を除去するフィルター

（DPF）、自動車のヘッドライトなどのハロゲンランプ

のフィラメント、導電性ペーストがあげられる。 

 特に、当グループで開発した酸化物材料が、窒素酸化

物除去に関して触媒効果を示すことを新たに見出した。

800℃において窒素酸化物除去材料に接触させると、触

媒効果が存在し NOx が窒素と酸素に分解していること

を確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］高温材料、金属酸化物、導電性ペースト、

微粒子除去フィルター 

 

［研 究 題 目］電気浸透流を利用した新しい汚染土壌の

現位置浄化方法に関する研究 

［研究代表者］福嶋 正巳（環境管理研究部門） 

［研究担当者］福嶋 正巳、澤田 章、辰巳 憲司、 

和田 慎二、森本 研吾、市川 廣保、 

飯村 洋介 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 有害有機物として多環芳香族化合物やクロロフェノー

ルを対象とし、環境に対して二次汚染とならず穏和な条

件で有害有機物を分解できる触媒を土壌へ移動・拡散す

るために電気浸透流を利用し、有害有機物をその場で分

解・無害化する方法の確立を目的とする。 

研究計画： 

 本研究では、カオリンと有害有機物を均一に混合した

模擬汚染土壌を用い、ラボスケールの小型装置を試作し

土壌浄化試験を行う。現在までの研究から、鉄－ポルフ

ィリン錯体の様なイミダゾール環を配位子とする鉄の環

状化合物が疎水性有機物の分解に対して有効であること

を明らかにしている。したがって、この様な触媒を電気

浸透流により土壌へ効率的に移動・拡散させる条件を見

出すための検討を行う。 

H15年度の成果： 

 ラボスケールの浄化装置による有害有機物の浄化効率

を定量的に評価するため、多環芳香族化合物（PAHs）
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を対象とした均一な汚染土壌の調製方法について検討を

行った。模擬汚染土壌としてカオリンを用い、フェナン

トレン、アントラセン、ピレン、ベンゾ［a］ピレンな

ど石油系汚染土壌に含まれていると考えられる PAHs
を対象とした。また、有害有機物としてペンタクロロフ

ェノール（PCP）と PAHs を対象として、それらの分

解に有用な触媒系の探索と条件の 適化を行った。触媒

として、金属－ポルフィリン錯体、および金属－フタロ

シアニン錯体を用い、分解 適条件（pH、触媒量）の

検討を行った。有害有機物の分解に対して種々の触媒を

検討した結果、鉄－フタロシアニンが も有効であるこ

とがわかった。さらに、電圧印加中に土壌が酸性化し電

気浸透流速度が低下するということは、触媒を汚染土壌

中へ移動・拡散する上で大きな問題となる。そこで、正

負両電解槽の pH を制御すれば、土壌の pH も制御でき

るものと考え、電解槽の pH を制御できる模擬汚染土壌

浄化装置を作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギーキーワード 

［キーワード］汚染土壌、原位置浄化、電気浸透流、多

環芳香族化合物、エレクトロカイネティ

ックレメディエーション 

 

［研 究 題 目］H2の反応を利用する化学物質無害化 

［研究代表者］小渕 存（環境管理研究部門） 

［研究担当者］小渕 存、内澤 潤子、難波 哲哉 

［研 究 内 容］ 

 H2-O2の触媒反応等、容易に進行する反応場で化学物

質の酸化分解など他の反応を促進させるという、新しい

有益な反応プロセスの創出を目指す。本年度は、H2-O2

触媒反応場での NOx 還元および N,N’-ジメチルホルム

アミド（DMF）分解を検討した。 

 NOx 還元については、低温（100℃付近）で高い

NOx 転化率を示す Pt/ZrO2について検討した。Pt 上で

NO が解離吸着して生成する吸着 N 原子および吸着 O
原子と H2が反応して、NH3と H2O を生成するものと推

測された。NH3は有害物質であるが、Pt/ZrO2にプロト

ン型ゼオライト（H-ZSM5）を物理混合することによ

り、NOx と二次的に生成した NH3を同時に、かつ約

80%という高い選択率で N2へ転化できることが分かっ

た。さらに、同反応系に C3H6ならび反応阻害物質であ

る H2O、CO、SO2が共存した場合の NOx 除去性能を調

べた。C3H6共存下125℃では、NOx 転化率は C3H6非共

存下と同等の値を示したことから、C3H6は NOx 除去に

対しては効果のないことが分かった。この時、C3H6自

身は約90%の転化率で水素化もしくは水素化分解する一

方、完全酸化率は1%程度にとどまった。また、H2O と

SO2共存下125℃では、NOx 転化率はわずかに低下する

のに対して、CO は NO 除去反応を著しく阻害した。た

だし、この阻害効果は150℃以上では見られなくなった。 

 DMF の分解については、酸化分解に活性な触媒を探

索した結果、Pt および Pd が高い分解率を示した。特

に Pt 触媒（Pt/Al2O3）では50℃以上で CO2への転化が

始まっており、これは H2が共存しない場合と比較して

100℃も低く、さらに、全反応温度領域での NOx、NH3、

HCN、ジメチルアミン副生量も H2共存により著しく減

少した。Pt 触媒における担体効果を調べたところ、活

性序列は H-ZSM5＞SiO2＞Al2O3＞ZrO2となり、Pt/H-

ZSM5が も性能が高く、200℃付近で上記副生物を全

く生成せずに DMF をほぼ完全に酸化分解した。ただし、

200℃以上では NOx 副生量が温度上昇とともに増大す

るという問題があった。これを克服するため、同試料を

不活性な粒状 SiO2で希釈して触媒層を反応ガス流れ方

向に長くし、さらにこれを不均一に加熱することにより

反応ガス流れに対して正の勾配を有する触媒層温度条件

として、H2-O2反応下での DMF 分解性能を調べた。そ

の結果、触媒層 高（出口）温度が230～350℃の範囲で

NOx を全く副生することなく DMF を酸化分解して無

害化することができた。これは、 高温度がある程度変

化しても DMF 無害化に 適な O2-H2-DMF 反応条件が

温度不均一な触媒層のいずれかの部分で常に形成される

ためと推察された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］化学物質無害化、Pt、H2、NOx、 

N,N’-ジメチルホルムアミド、 

正の温度勾配 

 

［研 究 題 目］表面ナノテクノロジーを利用する新しい

触媒設計手法の確立 

［研究代表者］羽田 政明（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］濱田 秀昭、藤谷 忠博、金田一嘉昭、 

中村 功 

［研 究 内 容］ 

 分子レベルでの触媒解析と実用触媒設計を一体化して

行い、触媒の原理・原則に基づいた新たな触媒設計手法

の開拓を目指す。主として窒素酸化物（NOx）の直接

分解反応について、表面現象の観察が可能な表面科学的

手法を用いて、反応分子の挙動および反応特性から触媒

活性点・触媒構造を明らかにし、この情報を基に酸素共

存下でも活性低下の少ない高性能な NO 直接分解触媒

開発のための指針を得るとともに、表面科学と触媒化学

の融合による新しい効率的な触媒設計手法の有効性を明

らかにする。平成15年度は前年度に見出したアルカリに

よる NO 分解活性発現の詳細を表面科学・実触媒の両

面から検討した。粉末の酸化コバルトはほとんど NO
分解活性を持たないが、カリウムなど微量のアルカリを

添加すると大幅に NO 分解活性は向上した。これはア

ルカリの添加により酸化コバルト表面が若干還元された

状態になり、酸素の脱離が促進されるためであることが

わかった。アルカリの効果を表面科学により詳細に調べ

たところ、Co（0001）単結晶を酸化して形成された
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CoO にカリウムを蒸着すると NO は NO2として吸着す

ることがわかり、NO2中間体を経由して NO 分解反応が

進行していることが推察された。NO2は酸素存在下で生

成することから、アルカリ添加酸化コバルト上では酸素

存在下でも NO 分解反応が進行することが考えられ、

事実、カリウム添加酸化コバルトは高活性触媒である

Cu-ZSM-5や Pt/Al2O3よりも酸素存在下で高い活性を

示した。このように表面科学により得られた知見を活用

することで、新規な高性能触媒の設計が可能であること

が明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］窒素酸化物（NOx）、直接分解、 

表面科学 

 

［研 究 題 目］革新的グリーン触媒技術の開発 

［研究代表者］島田 茂（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］島田 茂、林 輝幸、川村 真人 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、革新的な触媒技術の開発によりファインケ

ミカルや医薬品製造分野のグリーン化を推進することを

目的とし、この分野において重要でありかつ特に問題の

多いフリーデル・クラフツアシル化反応を環境にやさし

いグリーンプロセスへ置き換えることを目指した。フリ

ーデル・クラフツアシル化反応は、毒性・腐食性の強い

反応剤を必要とし且つ多量の毒性・腐食性廃棄物を発生

するという問題を抱えている。この反応をカルボン酸と

芳香族化合物との直接反応による水のみが副生成物とな

る理想的なプロセスへと変換するための触媒開発を行っ

た。 

 昨年度、Eu[N(SO2CF3)2]3が極めて有効な触媒であ

ることを明らかにしたが、反応温度が250℃という高温

であることが実用化の上では大きな問題であり、本年度

は反応温度低減を目指し、さらに触媒の検討を行った。

カルボン酸の効率的な活性化を期待し、触媒上に助触媒

機能を組み込んだ新規触媒を設計し合成を試みたが良好

な触 媒 の開 発に は 至ら なか っ た。 一方 、 Eu[N 
(SO2CF3)2]3の原料であるプロトン酸 HN(SO2CF3)2が

より低温でも良好な触媒となることを見いだした。例え

ば、10モル%の触媒量で p-キシレンとヘプタン酸との

反応において90%収率で目的物を得ることに成功した。

さらに、反応性の高いアニソールの反応はトルエン環流

条件でも進行した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］グリーンケミストリー、酸触媒、廃棄物

削減 

 

［研 究 題 目］マイクロプラズマを用いたナノ構造材料

低温創製技術の開発 

［研究代表者］佐々木 毅（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター）  

［研究担当者］清水 禎樹、越崎 直人、寺嶋 和夫 

［研 究 内 容］ 

 大気圧中でプラズマを発生させることが可能な誘導結

合型高密度微小プラズマ発生器を用いたデポジション装

置を開発し、カーボンナノチューブなどのナノ構造体の

低温合成法開発を目指して研究を進めた。本年度はカー

ボンナノチューブの合成条件の探索、ならびに金属ナノ

微粒子のデポジションについて検討した。プラズマガス

であるアルゴンガス中にメタンガスおよびカーボンナノ

チューブの触媒源としてフェロセンを気化混合して微小

プラズマ発生器中に供給し、大気圧下空気中で微小プラ

ズマを発生させると、微小プラズマ発生器内の石英ガラ

スキャピラリー内壁および熱電子供給用のタングステン

ワイヤー上に、直径10nm 程度の多層カーボンナノチュ

ーブが CVD（化学気相成長）により形成された。また、

高周波電源のマッチング回路の 適化によって、微小プ

ラズマ発生器内に設定してあるタングステンなどの金属

ワイヤーをアルゴンプラズマにより溶融・気化させる事

が可能となり、微小プラズマ発生器に対向する位置に設

置したガラスエポキシ基板上にタングステンのナノ微粒

子から構成されるドットパターンを溶射により形成する

ことができた。また金属ナノ微粒子の堆積と同時に基板

を移動させる事によってラインパターンの形成が可能な

ことも確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マイクロプラズマ、化学気相成長、溶射、

低温プロセス、ナノ構造材料 

 

［研 究 題 目］分子情報材料 

［研究代表者］玉置 信之（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］吉田 勝、甲村 長利、木戸脇匡俊、則

包 恭夫、青木 健一 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、次世代の「分子情報材料」を目指し、有

機･高分子物質が示す超分子相互作用と分子構造の相関

を調べ、それを利用した新規情報機能材料を創製するこ

とを目的としている。平成15年度は、円偏光に応答する

可能性があるツウィスト型アゾベンゼンの合成に成功し

た。また、光の刺激により蝶番と同様の動きを示す環状

アゾベンゼンダイマーの合成に成功した。本化合物では、

二つの状態が室温で熱的に安定なバイスタビリティーを

示し、また、光強度を高めることで反応性が加速度的に

増大されるといった特徴が見られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光反応、分子組織化、キラリティー 

 

［研 究 題 目］高速プロトン拡散材料の基盤研究 

［研究代表者］青木 勝敏(本田一匡)（物質プロセス研

究部門） 

［研究担当者］林 繁信、水野 正城、本田 一匡、 
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山脇 浩、藤久 裕司、山田 高広、 

千勝 雅之、張本 敏子、加藤えり子 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池の固体電解質材料として有望視されている無

機固体酸のプロトン拡散機構を解明するとともに、高速

プロトン拡散を実現する材料の設計指針提示を目指し、

拡散係数測定方法の開発、プロトン拡散物質の拡散係数

決定、構造解析技術の開発等の研究を行った。 

(1) 無機固体酸 CsHSO4等におけるプロトン拡散 

 固体電解質材料として有望視されている CsHSO4を

基準物質と位置づけ、固体核磁気共鳴（固体 NMR）

法によりプロトン拡散速度を決定し、さらに拡散機構

を解明した。固相Ⅱ（143℃以下）においては、SO4

四面体間のプロトン授受が非常に速く、SO4四面体の

回転がプロトン拡散の律速過程となっていることを
1H NMR の線幅の温度変化から初めて明らかにした。

また、NMR から決めた SO4四面体の回転速度からプ

ロトン拡散定数を見積り、この拡散定数がマクロな物

性値であるプロトン伝導度（文献値）と非常によく一

致することを示した。一方、固相Ⅰ（スーパープロト

ニック相、143℃以上219℃以下）におけるプロトン拡

散速度を1H NMR の緩和時間から決定し、固相Ⅱよ

り約3桁速いことを明らかにした。 

 金属を含まない単純な固体硫酸のプロトン拡散機構

を調べるため、高純度硫酸の合成を自ら行い、純度

99.7mol%以上の純硫酸を得た。これを用いて、固体

硫酸の140℃、10GPa までの相図を作成し、液相、固

相Ⅰ、固相Ⅱの相関係を初めて明らかにした。 

(2) 氷中のプロトン拡散測定 

 昨年度までに構築した赤外反射スペクトルを利用し

た拡散測定手法の確からしさの評価を行った。その結

果、測定誤差の要因が試料調製時の界面粗さと赤外反

射強度の圧力依存性であることを明らかにした。試料

調製法を改良し、強度の圧力依存性を補正することで

測定精度を当初の50%程度から15-20%程度まで高め

ることができ、測定手法の実用化に向けて着実に進捗

した。塩酸ドープによる氷中のプロトン拡散速度向上

を期待したが、有意な増加が認められなかった。ドー

プ効果によらずとも既に充分な数のプロトン移動サイ

トが形成されているためと考えられる。 

(3) 構造解析技術の改良 

 無機固体酸の高温高圧相の構造解析を行うために必

要な粉末 X 線回折用ソフトウエアの改良等を行った。

このソフトウエアを用いた外部との共同研究により、

高温・高圧下でヨウ素の新規相の構造解析に成功した。

この成果は Nature 誌に掲載された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］プロトン拡散材料、プロトン伝導、超高

圧、核磁気共鳴 

 

［研 究 題 目］二次元脂質ナノ構造体の創製と機能評価 

［研究代表者］芝上 基成（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］正村 亮 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 本課題ではまず糖鎖を生体系から「切り離し」、イン

テリジェンスを持つ機能材料として眺める。次に自己組

織化技術により糖鎖を二次元状に集積させる。このよう

にナノレベルで「並べ替える」ことにより、糖鎖の分子

認識能を 大限に発揮させることを目的とした「二次元

糖脂質ナノ構造体」の構築を当面の目標とする。さらに

この｢ナノ構造体｣を、生体分子を識別する分析テクノロ

ジーの基盤技術へと発展させたい。 

【研究計画】 

 基板上に糖脂質を含む脂質膜を固定化することにより、

生体膜表面類似の素材を構築する。この素材（二次元糖

脂質ナノ構造体）と糖鎖を認識するタンパク質との相互

作用を様々な手段により測定することにより、タンパク

質を認識しうる二次元糖脂質ナノ構造体の構築とその

適化を試みる。 

【進捗状況】 

 今年度はまずはじめに、生化学でタンパク質修飾に汎

用される試薬、SPDP を出発原料としたチオール化合物

と、末端が水酸基であるチオール化合物の2種類を様々

な条件の下でブレンドすることにより、各種の自己組織

化膜を調製した。これを我々はブレンド型 SAM 膜と呼

んでいるが、このブレンド型 SAM 膜表面は親水性と疎

水性の2つの性質を有するために、脂質膜を強固にかつ

その流動性を保った状態で固定化することが可能である。

続いてこのブレンド型 SAM 膜に糖脂質を含む脂質膜を

固定化することにより二次元糖脂質ナノ構造体を調製し

た。得られたナノ構造体はその表面に CM1に由来する

糖鎖を有するとともに、生体膜特有の流動性を有するも

のと期待される。さらにこの構造体と CM1由来の糖鎖

を特異的に認識するタンパク質、コレラトキシン B サ

ブユニットとの相互作用を表面プラズモン共鳴測定装置

等で検討を行うことにより、ブレンド型 SAM 膜調製の

適化、および脂質膜固定化の 適化を行った。さらに

固定化する脂質膜中のコレステロールの含有量とタンパ

ク質－糖鎖間の相互作用との関係を見積もった。これと

平行してタンパク質－糖鎖間の相互作用をより精密に測

定できるポテンシャルを持つ、超高感度の水晶振動子セ

ンサーの開発を試み、そのプロトタイプを完成すること

ができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー 

［キーワード］脂質膜、糖鎖、脂質ナノ構造体、タンパ

ク質 

 

［研 究 題 目］高性能キャピラリー分離・分析システム

構築のためのチップ型シリカ系ミクロモ
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ノリシックカラムの開発 

［研究代表者］太田 一徳（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］大橋 優喜、砥綿 篤哉、森川 久 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、高性能かつ低環境負荷型のキャピラ

リー分離・分析システム［特に、微粒子（分離材）等を

充填した毛細管（キャピラリー）を分離場として使用す

る電気泳動法（キャピラリー電気クロマトグラフ法、

CEC）を構築するための、高性能かつ取り扱いやすい

形状のカラム（チップ型シリカ系ミクロモノリシックカ

ラム）の調製（開発）である。 

 平成15年度（2年目）は、平成14年度（1年目）で開発

した手法（内径100μm 程度の溶融石英管内に、壁面と

一体構造を有し、マイクロサイズの貫通孔とナノサイズ

の非貫通孔を有するシリカ連続体を作り込む方法）を用

いて、チップ型の石英カラム［長さ75mm、幅27mm、

厚さ3mm の石英板上に、エッチング法を用いて、U 字

型の流路（断面は、半径75μm 程度の半円状の溝）を

作製し、この石英板と流路を作製していない石英板とを

熱溶着して作製したもの］の流路内への、シリカ連続体

の作り込みついて検討を進めた。その結果、チップ型の

石英カラムの流路内に、緻密なシリカ連続体の作り込み

に成功した。また、調製したチップ型シリカ系ミクロモ

ノリシックカラムは、内径100μm の溶融石英管を用い

て調製したシリカ系ミクロモノリシックカラムと同程度

の分離性能を発揮し、チップ型カラムは高性能な CEC
用カラムであることを実証した。今後の、チップ型シリ

カ系ミクロモノリシックカラムのより一層の高性能化な

らびにその実用化が期待される。 

［分 野 名］ 

［キーワード］キャピラリー分離・分析システム、キャ

ピラリー電気クロマトグラフ法、チップ

型シリカ系ミクロモノリシックカラム 

 

［研 究 題 目］含フッ素ハイブリッド化合物によるクリ

スタルエンジニアリングに関する研究 

［研究代表者］小野 泰蔵（基礎素材研究部門）  

［研究担当者］早川 由夫、林 永二、深谷 治彦、 

西田 雅一  

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、含フッ素ハイブリッド化合物の分子

認識能を利用した全く新しいタイプのクリスタルエンジ

ニアリング手法の開発を行うことである。研究計画は、

二つのステージからなる。初年度においては、含フッ素

ハイブリッド化合物を系統的に合成し、その X 線結晶

構造解析を行うことで、分子構造と結晶構造（パッキン

グ）との関係を調べた。その結果、含フッ素ハイブリッ

ド化合物はフッ素の撥水撥油性に起因してフッ素のミク

ロ相分離を起こすような分子配向でパッキングすること

が判った。2年目では、得られた分子構造―結晶構造相

関を利用してジアセチレン誘導体の分子設計を行い、重

合活性を有するジアセチレン官能基を結晶相で空間的に

隣接した位置に制御することに成功した。本結晶は、室

温蛍光灯の光でも徐々に重合するが、紫外線を照射する

と速やかに重合し、金属光沢を有する黒色の結晶性固体

を与えることが判明した。黒色金属光沢は、空気中室温

で保存しても長期に亘って変化せず安定な導電性高分子

としての利用が見込まれる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー 

［キーワード］クリスタルエンジニアリング、超分子化

学、高分子化学、フッ素化学、材料化学 

 

［研 究 題 目］高品質 SiC 単結晶の連続高速成長技術

の開発 

［研究代表者］西澤 伸一（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］荒井 和雄、山田 益三 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 SiC デバイス実用化において、 大の障害となってい

たデバイスキラー欠陥（貫通欠陥：マイクロパイプ）の

無い単結晶基板を作製する新しい単結晶成長技術を開発

することを目的とする。具体的には、固体粉末原料を利

用した SiC 単結晶成長技術を開発する。 

研究計画： 

 SiO2、C 微粉末を原料として、SiC 種結晶上に固相反

応エピ成長を行い、SiC 単結晶成長層を作製する技術を

開発する。具体的には、原料粉末の調整条件、固相反応

エピ成長条件の 適化を行い、貫通欠陥の無い高品質

SiC 単結晶成長層を作成するための基本条件を確立する。

また、成長結晶層の品質評価を通じて、高品質化のため

の 適条件を提出する。さらに、実用化・産業化をねら

って、連続高速成長を可能とする原料供給方法、結晶成

長条件、装置構造を提案し実証する。 

年度進捗状況： 

 H14年度においては主に SiO2と C の超微粒子粉を湿

式混合した原料粉を用いてきたが両者の均一な混合が困

難であり成長層中に C の粒子が含まれる事が有った｡こ

れを改善する為に SiO2と C 両方の出発原料を液体原料

として両者を極力均一に混合してゾルゲル法によりナノ

レベルの超微粒子混合原料を作製し、これを用いた SiC
単結晶の成長を試みた｡新原料による SiC 成長層は可視

光に対して不透明であった事から C のインクルージョ

ンの有無は判断できなかった。また原料組成を C/Si= 
2.3としたところ、SiO2の過剰により合成された SiC 微

結晶の粒成長が促進され SiC 結晶粒子の堆積層が形成

され、またこれらの粒子と種基板との融着が起こった。

この結果 C/Si＝2.3は C 過少条件と推察できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭化ケイ素、結晶成長、単結晶 
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［研 究 題 目］石英ガラスのレーザー光化学微細加工法

の開発 

［研究代表者］新納 弘之（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］新納 弘之、川口 喜三、佐藤 正健、

奈良崎愛子、丁 西明、黒崎 諒三 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 石英ガラス材料（SiO2）に代表される（紫外）透明

材料は、光エレクトニクス分野の基盤材料として広く使

用されており、近年の高度情報化社会の発展を支える光

通信技術の進歩によって、高品位でかつ簡便・安価な微

細加工技術の開発が期待されている。当研究チームにお

いて独自に開発されたレーザー誘起背面湿式加工法

（LIBWE 法：Laser-induced backside wet etching）
は、ナノ秒パルスのエキシマレーザーを加工対象物の石

英基板の背面から照射し、色素を高濃度に含む有機溶液

または水溶液のアブレーションによって誘起された高

温・高圧の特殊な反応場が石英基板表面を微細加工する

オリジナリティの高い手法である。本法は海外でも反響

を呼び、独国ライプチッヒ表面加工研究所およびゲッチ

ンゲン・レーザー研究所においても本法による光学素子

の微細加工の研究が進められており、情報交換を行って

いる。 

 H15年度は、微細加工特性向上ならびに産業技術への

応用を目指し微細パターン構造を利用した表面機能化素

子や光学素子の試作を行った。 

年度進捗状況 

 レーザー誘起背面湿式加工法での微細加工特性を改善

するために縮小光学系の改良を行い、石英ガラスの0.75

ミクロン分解能のグレーティング（格子）作製に成功し

た。さらに、本法が V 字溝形状を有する三次元加工に

も適用可能であることを明らかにした。さらに、微細パ

ターン構造を利用した表面機能化素子として、あらかじ

め基板表面に自己組織化単分子（SAM）膜を作製した

試料に LIBWE 加工を行うと、SAM 膜のパターニング

ができることが分かった。SAM 分子と色素・蛋白質分

子の組み合わせを 適化することで、10ミクロン分解能

までの色素や蛋白質分子薄膜の微細パターニングに成功

した。これらの結果から、本法を、光学素子や化学・バ

イオセンサー等への応用するための知見が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］石英ガラス、精密微細加工、表面機能化

素子 

 

［研 究 題 目］可視光応答性の多孔質薄膜半導体光電極

を用いた水からの直接水素製造システム

の研究 

［研究代表者］佐山 和弘（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］佐山 和弘、阿部 竜、鄒 志剛、 

荒川 裕則 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 光触媒分野で開発された種々の可視光応答性酸化物半

導体について電極化を行い、伝導帯準位や格子欠陥、粒

界などの因子と量子収率との関係を正確かつ詳しく調べ、

電極の高効率化に役立つ知見を得るとともに、高効率な

多孔質薄膜電極膜を調製する手法を確立する。また、上

記の実験結果を参考にして妥当性のある理論限界効率の

計算などを行い、本システムが将来、太陽エネルギーを

用いた水素製造システムとして実用化につながるかどう

かについて明確にする。 

年度進捗状況 

 探索した多くの可視光応答性半導体についてそのバン

ド構造を調べるために電極ポテンシャル解析、光電子分

光法および密度汎関数法の利用を試みた。開放電圧

（Vop）は伝導帯（CB）ポテンシャルと一般的に関係

がある。BiVO4の伝導帯は V3d、WO3は W5d である。

同じ光電流密度の電極で比較すると、WO3電極や本実

験の BiVO4も Voc はほぼ同じであった。故に、CB のポ

テンシャルがほぼ同じとすれば、BiVO4のバンドギャッ

プは WO3より0.3V 小さいので、価電子帯上端のポテン

シャルは WO3より0.3程度は負（上）であると推定でき

る。 

 Binding Energy が0eV 付近の XPS は価電子帯の情

報を反映している。BiVO4の XPS プロファイルは量子

化学計算結果と定性的には良く合っていた。TiO2や

WO3と比較すると、C1s または O1s のどちらでエネル

ギー補正をしても BiVO4は XPS スペクトル端がかなり

小さくなっていた。量子化学計算では、Bi6s は確かに

BiVO4の価電子帯上部を構成しているが、その寄与割合

は小さく、大部分は O2p で構成されていた。しかし、

Bi6s がもともと O2p より上にあり、両軌道が混成して

いるとすれば、Bi6s が価電子帯の上方へのシフトの原

因となっているという説明は可能と思われる。また、

BiVO4は導電性材料として知られているが、混成軌道を

作ることで正孔が移動しやすくなる利点もある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素製造、太陽エネルギー変換、半導体

電極、バンド構造 

 

［研 究 題 目］高圧縮比エンジンの着火による燃焼制御

技術に関する研究 

［研究代表者］齊藤 剛（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 我が国において熱機関の高効率化、低エミッション化

は緊急の課題となっている。そこで本研究はレシプロエ

ンジンの高効率化と低エミッション化に対して有効と思

われるレーザーブレークダウン着火エンジンの開発に必

要な多点着火デバイスの試作に必要な基礎データの把握

と試作、さらにはその特性を把握することを目的として



研 究 

(452) 

いる。 

 昨年度までに単一焦点における 小着火エネルギーと

圧力依存性を把握したので、本年度は実際に多点着火光

学系を試作し、その燃焼特性と問題点の把握を目的とし

て研究を進めた。試作した多点着火光学系は7つの焦点

を持ち、すべての焦点で着火できることを確認した。ま

た、光学系の一部をマスクすることにより着火点数の違

いによる圧力履歴の変化、熱発生率の違いから、レーザ

ー多点着火がエンジンの高効率化に対して有効である可

能性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

 

［研 究 題 目］バイオ・無機融合によるマテリアルイノ

ベーション 

［研究代表者］舟橋 良次（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］浦田さおり（派遣）、幸内 巧（大阪電

通大学生） 

［研 究 内 容］ 

 一日に1000種類の異なる複合酸化物を合成し、それら

のゼーベック係数を短時間で評価する技術を構築する。

また変換効率が高く、高温空気中でも耐久性の有るｎ型

酸化物をこの探索技術を用い開発する。 

 研究成果：1000種類の酸化物のゼーベック係数を誤差

10%程度の精度で2時間以内に測定できるシステムを構

築した。この方法により La-M-Ni-O 系の n 型熱電酸

化物を開発した。 

［分 野 名］材料・エネルギー 

［キーワード］コンビナトリアルケミストリー、熱電酸

化物、n 型酸化物 

 

［研 究 題 目］イオン性液体の機能化とその応用 

［研究代表者］松本 一（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］松本 一、齋藤唯理亜、蔭山 博之 

［研 究 内 容］ 

 近年、不燃性の安全な電解液としてイオン性液体が注

目されている。産総研生活環境系では既存の系では不可

能であったリチウム金属の電析が可能なイオン性液体

（脂肪族4級アンモニウム系）の開発に成功し、リチウ

ム電池特性の評価を行い97%以上の充放電効率を示しう

る事を明らかにしてきた。しかしながら、プロトンやリ

チウムイオン等の物理的な物質移動を伴うものであるた

め、イオンの移動が全体の性能を支配しているのが現状

である。本テーマでは、安全性と信頼性を種々の電気化

学デバイスに提供しうる不揮発性のイオン伝導材料であ

るイオン性液体に、イオン伝導性と電子伝導性の両方を

付与して高性能化を図る試みを提案した。その結果、代

表的な酸化還元物質であるフェロセンにアンモニウム基

を導入してカチオン化を行い、さらにフッ素含有アニオ

ンと組み合わせる事によって室温で溶融する塩が合成で

きることを明らかにすることができた。この室温で溶融

するフェロセン塩は親構造であるフェロセンとは異なり、

不揮発性であった。また、粘性と導電性の相関を詳細に

検討した結果、酸化還元ホッピングによる伝導機構が発

現することが明らかとなった。すなわち、イオン自身に

よる伝導のみならず、フェロセンの酸化還元ホッピング

による伝導の寄与が認められ、さらに二枚の ITO ガラ

スに挟み込み、1V 程度のバイアス印加によって

10mAcm-2オーダーの電流を流すことができた。このこ

とから、当該物質が新しい不揮発性電解質材料として機

能しうることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］イオン液体、常温溶融塩、電解質 

 

［研 究 題 目］大都市平野部地下の埋没谷の地質学的・

地球物理学的探査手法開発とその強震動

と地下水流動に与える影響評価 

［研究代表者］木村 克己（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］木村 克己、村上 裕、関口 春子、 

長谷川 功、石井 武政、横倉 隆伸、 

宮地 良典、堀川 晴央、佐竹 健治、 

稲崎 富士、中澤 努、石原与四郎 

（職員10名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

 2年計画の2年目にあたる。本年度では、前年の調査に

基づいて、埋没した段丘斜面が急で面的な調査をするの

に適した場所として、埼玉県柿木周辺を定めて、埋没谷

地形とその S 波速度構造を面的に明らかにするために

詳細調査を実施して次の成果を得た。 

1) 新たに整備した地盤データベースに基づいて、本調

査地域では、埋没谷底は深さ55-60m で、厚さ30m 程

の汽水から海成の泥層が厚く堆積していること、深度

10-20m の埋没段丘にかけての斜面が比較的急な地域

であることを示した。 

2) この地域の埋没地形の正確な形状と S 波速度構造

について、表面波探査と微動アレイ探査を実施して、

100-150m/s の S 波速度を示す上部の河川性の泥・砂

層と海成から汽水性の泥層、その下位の200-250m/s
の S 波速度を示す河川性の砂泥互層、350-450m/s の

S 波速度を示す沖積層直下の更新統がそれぞれ識別さ

れ、埋没谷地形を面的に示すことができた。これらの

埋没谷地形の形状と S 波速度構造に基づいて、地震

動の増幅特性について予察的な検討を加えた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］沖積層、埋没谷、中川低地、微動アレイ

探査、S 波速度構造 

 

［研 究 題 目］臨海部における超巨大構造物建設に伴う

地下水環境変化観測プロジェクト 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、石井 武政、田口 雄作、 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(453) 

内田 洋平、高倉 伸一、中尾 信典、 

加野 直巳、山口 和雄、林 武司、 

宮越 昭暢 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトは、高エネルギー加速器研究機構が次

世代加速器を茨城県東海村に建設することに伴う周辺環

境アセスメントに関連している。この加速器は海岸に面

した一辺約2km の土地に建設されるが、巨大施設の建

設により地下の塩淡境界を破壊するおそれと地下水の流

動を変化させる可能性がある。したがって、この地域一

帯で様々な手法を用いて地下水観測を行い、塩淡境界の

攪乱予測やその後の地下水流動変化予測に重要なデータ

を取得しようとするものである。 

 塩淡境界を現場観測した事例は世界的にみても極めて

少なく、本プロジェクトを通じて塩淡境界の3次元形状

把握および塩淡境界に沿う地下水流動の詳細が把握でき

るものと考えている。具体的には、非破壊調査法である

物理探査法により地下水環境変化を把握することを試み

る。本プロジェクトでは、地下水環境の変化に伴う電気

物性や弾性波速度や浸透率などをモニタリングし、坑井

で得られる直接的な情報を組み合わせて、地下水環境の

変化を広域的に迅速に把握する技術の開発を図り、それ

を実際の現場に適用する。ここで開発された手法や取得

されたデータは加速器建設終了時や運転途中・運転終了

時に予定される地下水状況観測の基礎的な資料にもなる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地下水、塩淡境界、非破壊調査、加速器 

 

［研 究 題 目］亜熱帯複合生態系の構造と機能に関する

基礎研究 

［研究代表者］山室 真澄（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山室 真澄、坂田 将、成島いずみ 

［研 究 内 容］ 

 サンゴ礁、海草藻場、マングローブ林は熱帯・亜年帯

域に特徴的な生態系であり、互いに近接して分布するこ

とが多い。その中で、サンゴ礁は富栄養化の影響を受け

やすいのに対して、海草藻場は栄養塩や陸起源有機物の

シンクとして働く可能性があり、マングローブ林も陸起

源有機物のシンクとして海草藻場への有機物の供給を減

らす可能性がある。本研究では、このような有機物の動

態という観点から、サンゴ礁、海草藻場、マングローブ

林の関係について検討するため、各生態系の主要な一次

生産者と堆積物に含まれる脂質バイオマーカーを測定し

た。その結果、一次生産者の脂質に関して、陸上高等植

物は C29、C31に富む n-アルカン分布、高濃度のトリテ

ルペノイドケトンの存在、ステロールに対するトリテル

ペノールの卓越性で特徴づけられた。海草は C21、C23、

C25に富む n-アルカン分布、トリテルペノールに対す

るステロールの卓越性で特徴づけられた。サンゴは n-
アルカン、トリテルペノン、トリテルペノールの欠如と、

ステロール組成で特徴づけられた。一方、堆積物の脂質

に関しては、マングローブ林では陸上高等植物の脂質と

同様の特徴が見られた。海草藻場では、n-アルカン分

布が C17とともに C29、C31でも極大になり、トリテル

ペノンとトリテルペノールが顕著に存在する等、海草よ

りも陸上高等植物の脂質に近い特徴が見いだされた。サ

ンゴ礁では n-アルカン分布が C17で極大となり、トリ

テルペノンとトリテルペノールが検出されない等、マン

グローブ林の脂質の特徴が認められない。このことは、

海草藻場が陸起源有機物のシンクとして働き、サンゴ礁

を富栄養化から保護していることを示すと考えられた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］サンゴ礁、海草藻場、マングローブ、堆

積物、バイオマーカー 

 

［研 究 題 目］結晶性金属ナノワイヤの創製とその制御 

［研究代表者］槇田 洋二（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］槇田 洋二、細川 純嗣、大井 健太 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、電子デバイス等の配線材料に用いられる金

属ワイヤの細線化技術の確立を目的として、高いアスペ

クト比を有する金属ナノワイヤの新規な製造法の開発を

行っている。昨年度、銀イオンを担持した無機化合物に

電子線を照射することにより、アスペクト比の高いナノ

ワイヤが生成できた。平成15年度は、このナノワイヤの

生成原理を応用し、走査型プローブ顕微鏡を用いて、プ

ローブ先端と銀ナノワイヤ製造用前駆体となる銀イオン

担持無機化合物粒子の表面に電圧を印加することにより、

ナノワイヤの成長の制御を試みた。その結果、試料温度、

カンチレバーの電流値などを変化させてナノワイヤの成

長制御を試みたものの、銀ナノワイヤは生成しなかった。

一方、透過電子顕微鏡を用いた銀ナノワイヤ製造用前駆

体粒子への電子線照射による銀ナノワイヤの生成におい

て、前駆体粒子の一部に電子線照射をおこなっても、照

射されていない場所からもナノワイヤが結晶成長する現

象が見られたことから、ナノワイヤが成長しやすい特定

の場所が存在することが示唆された。よって、走査型プ

ローブ顕微鏡を用いた電圧印加法によりナノワイヤの成

長制御を行うためには、特定の場所に電圧を印加する必

要があることが分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］銀ナノワイヤ 

 

［研 究 題 目］高分解能古地磁気強度層序の研究 

［研究代表者］山崎 俊嗣（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山崎 俊嗣、山本 裕二、小田 啓邦 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、過去数万年間の古地磁気強度変動を

高分解能で求めるための手法の開発を行うことである。

従来の研究により、過去約80万年間の相対的変化の概略
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が明らかになっているが、これは堆積速度の小さな酸化

的環境の海底堆積物コアを用いて確立された記録である

ため、数万年程度の分解能しかない。また絶対値との対

比はほとんどなされていないため、相対変動の振幅はキ

ャリブレーションできていない。本研究では、今までよ

り一桁以上高分解能かつ絶対値に裏打ちされた古地磁気

強度変動の標準曲線の構築を可能とすることを目標とし

た。 

 火山岩を用いた絶対古地磁気強度の研究においては、

昨年度に開発した、ショウ法を改良した新たな手法を、

御嶽火山岩に適用した。御嶽新期火山岩類は約2?10万年

前に活動し、Ar-Ar 法による高精度の年代データがす

でに報告されているため、本研究に適している。古地磁

気強度及び方位から、約4万8千年前と8万年前に古地磁

気強度が極小となり、その時に地磁気エクスカーション

が起きていることが判明した。これにより、約8万年前

に今まで知られていなかった地磁気強度の大きな変動が

あったことが明らかになった。また、約4万8千年前のエ

クスカーションは、年代の誤差範囲に約4万年前の

Lashamp Excursion を含んでいるが、これとは別のエ

クスカーションである可能性も残されている。 

 堆積物を用いて高分解能の相対古地磁気強度変動を求

める研究については、北西太平洋で採取された堆積物コ

ア試料の古地磁気・岩石磁気測定を進めた。この海域は

生物生産量が高いため、堆積速度が大きいものの、一部

の層準で還元的続成過程により磁性鉱物の溶解が起きて

いる。この部分は相対古地磁気強度を求めるのに適さな

いため、除く必要がある。岩石磁気的検討より、この部

分は S 比が小さくなることを用いて検知できることが

判明した。これにより、北西太平洋海域からすでに得ら

れている堆積物コアを用いて、磁化率及び火山灰を用い

た対比に基づくスタッキングにより、高分解能の相対古

地磁気強度変動曲線を構築できる見通しがついた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］古地磁気強度変動、海底堆積物コア、地

磁気エクスカーション 

 

［研 究 題 目］動物の組織細胞で任意の遺伝子の発現を

抑制できる RNAi 導入ベクターの開発 

［研究代表者］中西 真人（ジーンファンクション研究

ラボ） 

［研究担当者］中西 真人、瀬川 宏知、西村 健、 

江口 暁子 

［研 究 内 容］ 

 当研究課題では、任意の遺伝情報の発現を抑制できる

RNAi（siRNA とも呼ばれる）や、これを作る鋳型とな

る核酸を、生きている動物組織の細胞に直接導入し局所

で発現させる基礎技術を開発し、その成果をさまざまな

疾患の治療に応用することを目的にしている。平成15年

度は、大きく分けて、１）センダイウイルスを材料とし

た膜融合リポソームの開発と遺伝子デリバリー機構の解

明、２）細胞内で安定に存在し持続的に遺伝子発現をす

る新しい RNA レプリコンの開発を行った。１）におい

ては、T7 RNA ポリメラーゼを発現している細胞のモノ

クローナル抗体を使った樹立法の確立と、膜融合リポソ

ームによる T7 RNA ポリメラーゼ発現細胞への siRNA
作成鋳型 DNA 導入の基礎条件の検討を行った。また、

膜融合リポソームやセンダイウイルスの遺伝子導入特異

性を決定している、膜融合に必須な細胞側因子のクロー

ニングのための基礎条件（ヒト cDNA ライブラリーを

組み込んだレトロウイルスベクターの調製・センダイウ

イルスに対するレセプター（シアル酸）を持っているに

もかかわらず膜融合できない B 細胞系の株細胞の検索

と性状解析・FACS を使ったセンダイウイルス感受性細

胞の分離条件）の検討を進めた。２）においては、細胞

質に安定に存在する RNA を使った遺伝子発現系を構築

するため、細胞と共存しながら遺伝子発現を行う（持続

感染）センダイウイルス変異株 cl.151のゲノム RNA 全

長のクローニングを行い、その全塩基配列を決定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNAi、センダイウイルス、T7 RNA ポ
リメラーゼ 

 

［研 究 題 目］神経栄養因子（BDNF）の細胞生存活性

を細胞死活性に変換する機能的一塩基多

型（Functional SNP）の研究とその応用

展開 

［研究代表者］小島 正己（人間系特別研究体） 

［研究担当者］秋山 泰、広川 貴次、富井健太郎 

（生命情報科学研究センター） 

達 吉郎、上垣 浩一、安宅 光雄、 

田口 隆久、川崎 隆史、清末 和之、 

藤森 一浩、原 とも子 

［研 究 内 容］ 

 我々のゲノム上には、｢一塩基多型 SNP（Single 
Nucleotide Polymorphism）｣と呼ばれる DNA 変異が、

数百塩基に一個の割合で存在し、その出現パターンは各

人で異なっている。本研究では、｢脳由来神経栄養因子

BDNF（Brain-Derived Neurotrophic Factor）｣と呼ば

れる神経系成長因子のプロセッシングサイトに位置する

SNP に注目する。BDNF は、前駆体として合成され、

プロセッシングによって活性型 BDNF になる。本研究

では、この SNP 依存的な神経細胞死のメカニズムを明

らかにすると同時に、そのリスクから脳を守るべく創薬

を目指した研究を行う。本年度は、以下の5点を見出し

た。(1)、SNP-BDNF の細胞死は BDNF レセプターの

サブタイプ p75を介して起きることがわかった。 もク

リアなデータは、p75ノックアウトマウスの神経細胞で

は SNP-BDNF 依存的なアポトーシスが観察されなか

った。(2)、SNP-BDNF は急性神経細胞死を誘導する
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が、生理的細胞死は誘導しなかった。(3)、バイオイン

フォマテクスの研究から SNP-BDNF/P75の相互作用ド

メインを高精度に予測した。(4)、SNP-BDNF のシー

クエンスを Immunogenicity Algorithm によって解析し

抗体作製に 適なペプチド配列を決定した。(5)、

BDNF C 末端を認識する抗体をアガロースビーズにつ

けて免疫沈降を行うと SNP-BDNF が高効率に回収さ

れた。これをウエスタン解析した結果、分泌された

SNP-BDNF は分解を受けることなくインタクトな構造

を取ることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経、蛋白質、一塩基多型 

 

［研 究 題 目］微生物－昆虫間の遺伝子水平転移の進化

過程及び分子機構の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］今藤 夏子、櫻井真紀子 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 我々の研究グループは、ボルバキアという共生細菌の

大きなゲノム断片（推定100kb 以上）が、アズキゾウム

シという昆虫の X 染色体上に水平転移していることを

発見した。この共生細菌から宿主昆虫への遺伝子水平転

移現象について、その進化過程と分子機構を明らかにす

ることをめざす。 

研究計画： 

 アズキゾウムシの X 染色体上に水平転移した共生細

菌ボルバキアのゲノム断片の全長をクローニングし、両

端の宿主染色体部分を含めたその一次配列構造を決定す

る。具体的にはアズキゾウムシ全 DNA のコスミドゲノ

ムライブラリーを構築し、既知のボルバキア遺伝子をプ

ローブにしてショットガン配列決定および染色体 歩行

によって、ゲノム断片の全長を取得、配列決定する。決

定されたゲノム断片上のすべての細菌遺伝子を同定して、

The Institute for Genomic Research が決定したショウ

ジョウバエのボルバキアのゲノム配列との比較により、

水平転移した細菌遺伝子の塩基置換パターンの特徴、特

徴的な分子進化などについて探索する。 

年度進捗状況： 

 ボルバキアの wsp、ftsZ、gyrA の配列をプローブと

して、アズキゾウムシ全 DNA から作成したコスミドラ

イブラリーのスクリーニングをおこなった。これまでに

約100kb の領域をカバーする5つのコスミドクローンを

ショットガンシーケンスで塩基配列決定を終了しており、

さらに両側に染色体歩行を進めている。これまでの解析

からわかったこととして、転移ボルバキアゲノムはアズ

キゾウムシ染色体上でさまざまなレトロトランスポゾン

により分断されていた。ボルバキアの各遺伝子の配置は

基本的にはよく保存されていたが、レトロポゾンによる

分断の前後ではしばしば類似が見られなかった。クロー

ン S1-4の5'側には昆虫固有の遺伝子配列が検出された

ため、この周辺がゲノム境界である可能性があるが、昆

虫の遺伝子配列がレトロポゾンとともにゲノム内を移動

する可能性も棄却はできないので、さらなる染色体歩行

が必要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫、微生物、共生、遺伝子水平転移 

 

［研 究 題 目］Towards the evolution of genotyping  
aptamers: Selection of aptamers against 
sub-types of whole influenza viruses 

［研究代表者］Penmetcha K.R. Kumar 
（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］川崎 一則、小川 昌克、西川 諭、 

Subash Chandra Bose Gopinath、 

御園 智子、酒巻有里子 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスの型を同定することは、流行

の予測、予防ワクチンの製造にとって重要な課題である。

ウイルス粒子表面にある HA と NA の2種類のタンパク

質がその型判定に重要な役割を果たすが、容易に変異を

起こすため同定が極めて難しい。現在、型の識別には主

として抗体が用いられているが、抗体の保管・管理の問

題や、ウイルス株によっては適当な抗体が得られないと

いった問題がある。産総研 生物機能工学研究部門 機能

性核酸研究グループでは、任意のタンパク質に特異的に

結合する RNA アプタマーを創出し、それを利用したタ

ンパク質の新しい検出・識別法を考案してきた。アプタ

マーは抗体に比べ簡便な試験管内操作で創製でき、低分

子で特異性を発揮し、修飾・改変の操作も容易である特

徴を持つ。 

 本研究ではアプタマーを利用したインフルエンザウイ

ルスサブタイプの識別（ジェノタイピング）を目的とし、

インフルエンザウイルスの表面蛋白質に対するアプタマ

ーの創出を行っている。A 型インフルエンザの H3N2パ

ナマ株（A/H3N2）を標的としてランダム配列 RNA プ

ールから PN30-10-16と PNA30-11の2種類のアプタマ

ーを獲得した。これらアプタマーは B 型ウイルスや、A
型の他のサブタイプなどとの識別能力を有していた。ウ

イルス上の結合部位は表面蛋白質ヘマグルチニン

（HA）であり、表面プラズモン共鳴法で測定したアプ

タマー・HA 結合はアプタマー・単クローン抗体結合よ

り強かった。アプタマーの標的結合部位を化学修飾法

（ENU 法）で明らかにすることによって、より小型化

したアプタマーの開発にも成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA アプタマー、インフルエンザウイ

ルス、ジェノタイピング 

 

［研 究 題 目］配向制御固定型タンパク質アレイ・チッ
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プ作製技術の研究  

［研究代表者］巌倉 正寛（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］巌倉 正寛、末森 明夫、広田 潔憲、 

竹縄 辰行、新井 宗仁、本田 真也 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質アレイ・チップは、今後急速に発展すると

考えられる技術分野であると共にその幅広い利用が期待

される分野である。しかしながら、現時点においては、

①固定化密度の高度化・均一化の問題、②固定化タンパ

ク質の機能検出における感度の問題、③基板に由来する

非特異的吸着の回避の問題、④固定化用タンパク質の品

揃えの問題、⑤タンパク質アレイ・チップの品質管理の

問題、⑥アレイ・チップ作製の自動化の問題、等解決す

べき多くの問題があり、これがタンパク質アレイ・チッ

プの実用化また利用拡大におけるボトルネックとなって

いる。 

 配向制御固定化技術は、タンパク質アレイ・チップ作

製における上記の問題点の多くを解決できる唯一ともい

える革新的技術である。そのため、我々がこれまでに開

発してきた配向制御固定化技術を改良し、タンパク質ア

レイ・チップ作製技術として完成させることを目的とし

て、平成15年度は、上記ボトルネック課題の内、①と②

の問題を検討し、固定化密度の高度化・均一化の問題と

して、これまで数 ng/mm2程度であった固定化密度を、

大約2μg/mm2にまで、すなわち1000倍程度の高密度

固定化の達成に成功した。固定化蛋白質の機能検出感度

に関しては、非標識検出系として、SPR（表面プラズ

モン共鳴）測定装置を導入し、そのセンサー基板を改良

し、特定タンパク質に対する結合タンパク質を配向制御

固定化することにより、特定タンパク質の結合反応を感

度良く検出することに成功した。このことにより、開発

した方法がタンパク質－タンパク質相互作用の測定に利

用できことが明らかになり、今後、幅広い利用分野が期

待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質アレイ、タンパク質固定化、

配向制御、表面プラズモン共鳴、高感度

検出、高密度固定化、タンパク質－タン

パク質相互作用 

 

［研 究 題 目］メディア処理用ネットワークプロトコル

に基づく新たな音インタフェース研究 

［研究代表者］後藤 真孝（情報処理研究部門） 

［研究担当者］後藤 真孝、浅野 太、麻生 英樹、 

秋葉 友良 

［研 究 内 容］ 

［目的・目標］ 

 LAN 上の複数のメディア処理モジュールをリアルタ

イムに連携させるための技術的基盤を確立することで、

高度な要素技術を統合した新しいインタフェースの実

装・評価を容易にし、基礎研究と実用研究の間の橋渡し

をおこなうと共に、実際に、独創的で使いやすい次世代

インタフェースやキラーアプリケーションを生み出すこ

とを目的とする。 

［進捗状況］ 

 タイムスタンプに基づく時間管理と UDP/IP マルチ

キャスト通信による効率的な情報共有を特長とするネッ

トワークプロトコル RMCP を拡張してマルチプラット

フォーム上で実装し、音響信号のストリーミングや音イ

ンタフェースで必要な各種音声言語情報の送受信を可能

とした。また、無線 LAN 等のモバイル環境で運用する

ために、TCP/IP 上でマルチキャストを実現する下位レ

イヤーも開発した。この RMCP 対応のメディア処理モ

ジュールとして、音高推定や有声休止検出、サビ区間検

出等の要素技術を実装し、音インタフェースの構成要素

として活用できるようにした。そして、これらを活用し

た具体的な音インタフェースとして、ユーザの声の高さ

で音声認識時の入力モードを切替えられる新たな音声イ

ンタフェースや、サビ区間自動検出手法に基づく「サビ

出し」機能付きの新たな音楽再生インタフェース等の応

用システムを実現した。こうした成果は、インタフェー

スに関するトップクラスの国際会議（ACM UIST2003、
採択率4.64倍）における発表で高い評価を得ただけでな

く、日本経済新聞、日経流通新聞等でも報道されて注目

を集めた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］音声インタフェース、音楽理解、ネット

ワークプロトコル 

 

［研 究 題 目］拡張可能プログラム処理システム 

［研究代表者］一杉 裕志（情報処理研究部門） 

［研究担当者］田中 哲、古川 浩史、水島 宏太 

［研 究 内 容］ 

 プログラミング言語研究者による言語機能の効率的な

研究を支援するために、拡張可能プログラム処理システ

ムの研究・開発を行う。拡張性を意識した構造を有する

言語処理系（コンパイラまたはインタープリタ）および

統合開発環境（エディタ、デバッガ、バージョン管理機

構等）を開発することにより、新しい言語機能の実験が

容易に行えるようにする。また、複数の研究者が独立し

た開発した先進的な言語機能を、同時適用することも可

能にする。 

 平成15年度は、オープンソースの Java 言語統合開発

環境である Eclipse をベースに、我々が開発した差分ベ

ースモジュール機構を適用して、拡張可能な Java 言語

開発環境の構築が可能かどうかを調査した。しかし

Eclipse の内部構造がそのような用途を想定していない

ことなどが判明したため、シンプルな実用スクリプト言

語とその統合開発環境を独自に開発することとし、その

概念設計を始めた。 
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 それと並行して、ソフトウエアの拡張性を向上させる

ために我々が開発した差分ベースモジュール機構の有効

性を評価するため、第三者プログラマに比較的大きい2

つのアプリケーションを記述させる実験を行った。 

 また、ソースコードに対してデータマイニング技術を

適用し、拡張性・再利用性の高いライブラリの設計指針

を発見する試みを行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］プログラミング言語、エンドユーザプロ

グラミング、統合開発環境 

 

［研 究 題 目］スピンおよび電気分極を利用する完全不

揮発性 LSI 実現のための基盤技術の開発 

［研究代表者］安藤 功兒 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 義茂、斉藤 秀和、酒井 滋樹 

［研 究 内 容］ 

 必要な瞬間のみ電源を使用し、それ以外は常に電源を

OFF とすることが可能な「不揮発性」LSI が生み出さ

れれば、電力消費の壁は克服され電子情報産業の更なる

発展が可能となるはずである。「不揮発性」はメモリに

限らずスイッチ、論理素子、表示素子、そしてこれらを

動かすソフトウエアなどあらゆる情報通信関連技術を大

きく変えていく可能性を秘めている。本研究は、完全不

揮発 LSI を世界に先駆けて実現するための基盤技術の

構築を行うことを目指している。ナノスケール強磁性の

磁化を反転させるスピン注入磁化反転方式を実証した。

0.1μm×0.15μm の試料においてスピン注入磁化反転

を実証した。臨界電流は5×107A/cm2程度であった。こ

れらの素子に極短パルス電流を通電することにより高速

磁化反転の特性を調べた。その結果、室温で500psec、
低温では200psec で磁化反転が可能であることを世界で

初めて実証した。強磁性を示す II-VI 希薄磁性半導体

Zn1-xCrxTe の強磁性転移温度を決定している要因を明

らかにするために、薄膜の作製条件と強磁性転移温度の

関係を調べた。その結果、強磁性転移温度が磁性元素で

ある Cr 濃度で一意に決定されず、Zn と Te 供給比の大

きさに大きく依存することが判明した。また強磁性転移

温度はキャリア濃度の増加で単純には増加しないこと、

すなわち Zn1-xCrxTe の強磁性は、従来の強磁性半導体

で見られるようなキャリア効果に起因するものではない

可能性を示した。したがって、本物質には、強磁性を保

持しつつデバイス作製上重要な技術であるキャリアドー

ピング操作が可能であることが期待されることが分かっ

た。 

［分 野 名］情報通信分野 

［キーワード］不揮発性素子、強磁性体、強誘電体 

 

［研 究 題 目］ヘテロ化合物の高効率付加反応用触媒系

の開発 

［研究代表者］韓 立彪（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］韓 立彪（職員）、松山重倫（職員）、矢

澤 秀秋（派遣職員） 

［研 究 内 容］ 

 ビニルリン

類は、難燃剤、

金 属 表 面 保

護・処理剤、歯科用材などとして有用な機能性化合物で

ある。現在は、有毒な PCl3を用いて多段階反応から製

造されているが、収率が低い上、製造過程から HCl な

どの副生成物も大量に発生する。これらの問題を原理的

に一気に解決したのは、申請者が見いだした触媒的ヒド

ロホスホリル化である。（式1）。本研究では、この新規

な触媒的ヒドロホスホリル化の実用化を目指して、触媒、

プロセスの改良・ 適化を行う。15年度では、ニッケル

のホスフィン配位子が触媒活性に及ぼす影響について検

討し、どのような構造のホスフィンが配位子に適するか

などの大凡のことを明らかにする。これをもとに、配位

子構造の微調整を行い、触媒のチューニングアップを開

始する。 

 まず、立体的に混み合いの少ないホスフィン配位子ほ

ど高活性を示すことを明らかにした。すなわち、ジメチ

ルホスファイト(MeO)2P(O)H の1-オクチンへの付加

をモデル反応に、室温下、触媒として Ni(cod)2を用い

た時は付加がまったく進行しないが、PPh3を反応系に

共存させると、反応が進行するようになり、2時間後に

付加物を25%の収率で与えた。ホスフィンとして

PPh2Me を用いた時は、反応が高効率的に進行し、2時

間後に付加物がほぼ定量的に生成した。PPh2Me と類似

の構造を有する PPh2Bu を用いた時もよい収率で付加

物を与えたが、しかし、立体的に大きい PPh2i-Pr を用

いた時は、触媒の活性が著しく低下した。これは、ホス

フィン配位子の立体の大きさが、触媒の活性を左右し、

立体的に混み合いの少ないホスフィンほど高い触媒活性

を与えることを示す。同様な傾向が他のホスフィンを用

いた時も観測された。すなわち PphMe2が高活性を示す

のに対し、立体的に大きい PphCy2は低収率でしか生成

物を与えない。また、トリアルキルホスフィンの場合は、

立体的に小さい PMe3は高活性を示すが、P(t-Bu)3はま

ったく付加物を与えない。一方、付加反応からは、一般

的に二種類の混合物が得られるが、反応を注意深く検討

したところ、同じニッケル触媒から溶媒や添加物の有無

など少し反応条件を変えるだけで、付加反応の高度位置

および立体選択性制御に成功した。すなわち、エタノー

ル溶媒を用いた時は、マルコフニコフ添加物、一方、反

応系に触媒量の Ph2P(O)OH を共存させた場合は、ア

ンチマルコフニコフ付加物を選択的に与えた。さらに見

出した同触媒系は、他のヘテロ原子化合物の付加にも応

用可能であり、一般性を有する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

(RO)2P
O

(RO)2P(O)H
+

Pd or Rh 触媒
(1)
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［キーワード］触媒、ビニルリン化合物、高効率付加反

応 

 

［研 究 題 目］バイオサーファクタントを活用した高次

ナノ組織体の創製 

［研究代表者］北本 大（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］井村 知弘 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 バイオサーファクタントは、微生物によってバイオ資

源から生産される環境調和型の機能性脂質である。バイ

オサーファクタントは、新しい天然系の界面活性剤とし

て利用可能であるばかりでなく、その優れた自己組織化

能は、従来困難であったナノサイズの粒子や機能素子の

配向制御や階層化を容易にし、革新的な先端材料の創製

に貢献できる可能性がある。 

 そこで、本研究では、バイオサーファクタントの自己

組織化特性を詳細に解析し、他の機能素子（有機、無機

材料）との分子融合や、コンジュゲート材料への適用の

可能性を明らかにする。さらに、バイオサーファクタン

トの自己組織化能を活用して、新たな機能を発現する高

次ナノ組織体の創製を目指す。 

進捗状況： 

 新しい糖脂質型バイオサーファクタント（マンノシル

エリスリトールリピッド）の会合特性を解析し、新たな

構造体（コアセルベート）の形成やそのナノ構造の制御

手法等を明らかにできた。また、このコアセルべートは、

高次ナノ組織体の「前駆体」として高いポテンシャルを

持ち、新しい材料創製技術へ展開できる見通しを得た。

今後は、当該バイオサーファクタントのリポソーム材料

やグライコチップ（分子認識素子）への実用化の可能性

を検証する。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］バイオサーファクタント、ナノ組織体、

生体分子デバイス 

 

［研 究 題 目］マイクロバブルの圧壊を利用した高度廃

水処理技術に関する研究 

［研究代表者］高橋 正好（環境管理研究部門） 

［研究担当者］高橋 正好、永長 久寛 

［研 究 内 容］ 

 先行研究において、マイクロバブル（超微小気泡）に

物理的刺激を与えるとこれが圧壊をおこして大量のフリ

ーラジカルが生成することを発見した。そこで本研究で

はこのフリーラジカルを利用して水中の有害化学物質を

分解するための技術開発を実施した。まず、分解対象化

学物質としてフェノール（蒸留水中1mmol/L）を利用

した実験を行った。その結果、オゾンをマイクロバブル

化してこれを圧壊させることによりきわめて効率的に対

象化学物質を分解できることが明らかになった。圧壊現

象は超音波においても知られている原理であるが、超音

波（28kHz）では1L 相当の使用エネルギーが3000W と

大量であったにもかかわらず実験開始45分の段階におい

てもフェノールの分解はまったく確認できなかった。一

方、オゾンをマイクロバブルとして供給することにより

フェノールは分解した。マイクロバブルの発生は気液2

層流方式であり、マイクロバブル濃度は約200個／L で

あった。この時の1L 相当の使用エネルギーは95W であ

り、90%分解に必要な時間は約26分であった。これに対

してオゾンマイクロバブルを圧壊させた時の90%分解に

要する時間は約5分であり、その時の1L 相当の使用エネ

ルギーは86W であった。次にトリクロロエチレンを利

用した分解実験を実施した。サンプルとしては汚染地下

水（福島県某所）を蒸留水により10倍希釈したものを利

用した。希釈時のトリクロロエチレンの水中濃度は

7.3mg/L である。実験ではエネルギーコストを出来る

だけ低くするためオゾンは利用せずに空気マイクロバブ

ルの圧壊によりその削減を試みた。サンプル1L 相当の

使用エネルギーは5L である。トリクロロエチレンは揮

発性に富むため簡易な実験条件での分解の正確な見積も

りは難しいが、予備実験により全体量の減少に対する放

散の効果は30%以下と推測される。90%除去に必要な時

間は約30分であり、圧壊による除去速度の増加は10倍以

上であったと想定される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロバブル、圧壊、フリーラジカル、

フェノール、トリクロロエチレン 

 

［研 究 題 目］フッ素系界面活性剤およびポリマーの環

境リスク削減を目的とした分解・再資源

化に関する研究 

［研究代表者］堀 久男（環境管理研究部門） 

［研究担当者］堀 久男、早川 悦子、永長 久寛、 

忽那 周三 

［研 究 内 容］ 

 フッ素系界面活性剤（パーフルオロ酸類）は他の界面

活性剤では達成できない特異な性質や高い化学的・熱的

安定性から多くの産業に用いられてきた。これらは自然

界では分解しないため環境残留性が極めて高い。近年こ

れらの一部が環境水や生物中に検出され、生体蓄積性や

濃縮性があることが明らかになった。これらはフッ素ポ

リマーの熱劣化でも発生することが知られている。フッ

素系界面活性剤の特徴は化学構造そのものに由来してい

るため、フッ素系以外の材料では代替困難である。従っ

て生態系への影響を防止するためには固定発生源におけ

る適正な使用と共に廃棄物の分解・無害化を行う必要が

ある。これらの廃棄物は水中に存在する場合が多い。水

中の有害物質の処理法としては微生物処理、オゾン、酸

化チタン光触媒法等があるが、パーフルオロ酸類は極め

て安定なためこれらの方法では分解できない。本研究で
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はこのようなパーフルオロ酸類をフッ化物イオンと二酸

化炭素まで分解できる反応技術を開発することを目的と

し、光触媒としてヘテロポリ酸 H3PW12O40を用い、代

表的なパーフルオロ酸類であるペンタフルオロプロピオ

ン酸（C2F5COOH；PFPA）およびノナフルオロペンタ

ン酸（C4F9COOH；NFPA）の光分解を行った。反応は

H3PW12O40を添加したパーフルオロカルボン酸水溶液

に、酸素下で紫外・可視光照射して行い、期待通り

PFPA および NFPA は分解し、二酸化炭素とフッ化物

イオンが生成した。パーフルオロ化合物を極端に高エネ

ルギー的な手法で無理に分解させると温暖化係数が非常

に高いテトラオロメタン等が生成する場合があることが

知られているが、本方法ではそのような有害物質は生成

しなかった。反応機構についても考察し、触媒が光励起

された後、パーフルオロ酸から電子を奪い、自身は1電

子還元体となり、これが酸素により再酸化されて元の状

態に戻ることで触媒サイクルが形成されること、電子を

失ったパーフルオロ酸は二酸化炭素の脱離を起こし、酸

素や水との反応を経てフッ化物イオンと二酸化炭素まで

分解することがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］フッ素、光触媒、へテロポリ酸、無害化、

パーフルオロカルボン酸 

 

［研 究 題 目］環境中の微生物群のチップ泳動／ソフト

イオン化 MS による解析技術 

［研究代表者］鳥村 政基（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、鳥村 政基、佐藤 浩昭、 

市枝 信之、山本 淳、島田 和江 

（職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 環境中複合微生物系の迅速解析を目的とし、電気泳動

分離技術と質量分析同定技術の適用を検討した。モデル

微生物群に関してキャピラリーおよびマイクロチップ電

気泳動法を用いた網羅的な電気泳動移動度の評価を行っ

た。また、微生物泳動の高効率化に も重要な役割を果

たす泳動液への添加剤（分離促進剤）について、各種ポ

リマーの構造と分離促進機能の関係について生細胞モデ

ルを用いて評価を進め、ポリマー構造（末端構造や分子

量分布）が高効率化への効果に大きく影響しているとい

った知見を得た。一方、細胞をそのままソフトイオン化

質量分析し同定する技術に MALDI-MS を用い、イオ

ン化剤を添加した細胞そのものにレーザー光を照射する

ことによって観測されるバイオマーカー成分のピークパ

ターンから各種乳酸菌を属や種のみならず菌株レベルで

識別することに成功し、その成果の一部を論文投稿した。

さらに、バイオマーカー成分の中には、属・種・株の各

レベルでの同定に有用な成分がそれぞれ存在することを

見出した。さらに、マイクロデバイスとの融合を目的と

した、ナノポーラス構造を有するシリコン基板を用いた

新しいソフトイオン化法（DIOS-MS）の開発にも成功

し、分子量分布が規定された合成高分子をモデル試料に

用い高分解能電子顕微鏡で観測したナノポーラス構造と

イオン化可能な質量範囲との相関を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微生物、電気泳動、質量分析、ソフトイ

オン化、ナノ構造 

 

［研 究 題 目］過渡吸収顕微鏡の開発 

［研究代表者］加藤 隆二（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］加藤 隆二、古部 昭広 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 パルス光励起によって一時的に生じる励起状態や反応

活性種の吸収スペクトルを測定する分光技術は“過渡吸

収分光法”と呼ばれ、励起種の時間挙動を観測できるた

めに光化学の初期過程を調べる上で も有力な測定手法

として広く用いられている。本研究では過渡吸収分光を

顕微鏡下で行い、反応場を画像化する“過渡吸収顕微

鏡”を開発することを目的とする。 

年度進捗状況 

 過渡吸収顕微鏡としてイメージング型とレーザー走査

型の二つの方式を検討し、開発を進めている。 

イメージング型過渡吸収顕微鏡では、市販の顕微鏡を改

良し、光学系を構築した。顕微鏡の明視野イメージをゲ

ート付き CCD カメラで時間分解画像計測し、コンピュ

ータ上で画像解析することで、過渡吸収信号の空間イメ

ージを計測できるようにした。いくつかの試料について

測定を行い、吸光度が0.01程度の変化を計測できる性能

を達成した。これを用いて色素増感太陽電池デバイスの

性能の空間分布を評価した。 

 レーザー走査型過渡吸収顕微鏡の開発においては、予

備的な測定の後、光学系の設計を行い、測定準備を始め

た。光源にはフェムト秒レーザーを用い、100fs の測定

時間分解能を有する。励起光と観測光を同じ対物レンズ

で試料に集光し、その焦点付近でのみ過渡吸収信号が観

測されることになる。試料を透過した光は別の対物レン

ズで集められ、分光された後、検出される。試料は

XYZ3次元の自由度を有するナノ走査ステージに乗せら

れており、この走査によって過渡吸収信号の3次元画像

を得ることができる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］過渡吸収、顕微鏡、光化学反応 

 

［研 究 題 目］デバイスクオリティー酸化物薄膜製造の

ためのハイブリッドプロセス装置の開発 

［研究代表者］安田 哲二 

（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］右田 真司、西澤 正泰、北條 大介 

［研 究 内 容］ 
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 様々な機能を実現する電子デバイス材料として今後ま

すます重要な金属酸化物薄膜を形成する技術の中で、

CVD 法はその組成制御性と生産性の高さゆえに製造に

適していると考えられているが、薄膜中に原料由来の不

純物が残留しやすいという短所がある。当研究所が昨年

度までに提案・実証した気液ハイブリッドプロセス

（Vapor-Liquid Hybrid Process, VALID）は、金属原

料分子を気相から基板表面へ飽和吸着させ、吸着分子を

液体の水との接触により加水分解する操作を繰り返すこ

とにより、不純物残留の問題を根本的に解決する新しい

成膜手法であり、過去に例がない独創的な技術である。 

本年度は、内部グラントの支援により、これまで手作業

で行ってきた VALID 薄膜成長を全自動で行う装置の開

発に成功した。開発した自動 VALID 成長装置は、窒素

パージされたケースの中に、ロボット駆動のガス吸着・

加水分解ヘッド機構および4インチウエハー用ステージ

が納められ、その周辺に原料ガスの供給系・排気系およ

び除害装置を配置したものである。本装置を用いて、高

誘電率酸化物ゲート絶縁膜として有望な HfO2および

HfSiOx 膜の成長を全自動で行うことに成功している。

HfO2の場合を例にとると、1サイクル当たりの成長膜厚

は、約0.1nm と原子層成長を達成していた。容量-電圧

（C-V）測定による絶縁性評価により、電圧印加による

反転層形成を示す正常な C-V 曲線が得られた。 

 現在、自動化装置で成長した膜に 適な熱処理条件の

探索を含めて、詳しい評価を始めている。今後、ゲート

絶縁膜としての電気特性評価結果をフィードバックして

装置を改良する作業を通して、デバイスクオリティの薄

膜製造装置として完成度を高めていく予定である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］薄膜、原子層成長、高誘電率酸化物、絶

縁膜 

 

［研 究 題 目］極微小プラズモン光学素子の開発 

［研究代表者］時崎 高志 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］時崎 高志、小貫 哲平、重藤 知夫 

［研 究 内 容］ 

 回折効果による制限を打ち破る微小な光導波路のプロ

トタイプとして、金属クラッドを有する平面導波路構造

の研究を行った。このような構造では、金属クラッドと

誘電体コアの間に表面プラズモンポラリトン（SPP）が

生成するため、光を微小領域へ集中できることが知られ

ている。本研究では、構造を自由に、かつ精密に制御で

きることから、電子線リソグラフィによって加工された

レジストポリマーをコアにすることを提案した。また、

も効率よく SPP を伝搬するために、ガラス基板上に

コーティングした銀薄膜（膜厚～50nm）をクラッド層

としている。また、このクラッド層は酸化され易いため、

高真空中での銀蒸着では、直後に酸化シリコンを数ナノ

メートル厚コーティングすることを提案した。 

 電子線リソグラフィにより作製したポリマーコアの厚

さは300nm、幅は10μm から0.5μm まで変えて伝送特

性を測定したところ、コア幅の広い導波路では伝搬長

（SPP 強度が1/e に減少する長さ）は～100μm と求め

られた。この値は2次元 SPP の伝搬長として解析的に求

められている値と同程度であるため、銀薄膜、レジスト

ポリマーの光学特性が理想的であることが確認された。

また、幅0.5μm では3次元的閉じ込めによる損失の増

大が観測された。 

 また、導波路の両端に回折格子構造を作製し、レーザ

ー光の導入と回折格子からの光の放出観測を行った。そ

の結果、ある特定の入射角（射出角）において光と

SPP の変換効率が高まることが分かった。この結果は、

SPP の分散特性、回折格子中の有効屈折率を考慮した

光伝搬速度、格子波数を考慮した理論考察と比較的良く

一致することが分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］極微小光導波路、表面プラズモン、電子

線リソグラフィ 

 

［研 究 題 目］地球温暖化予測に関する高度化技術の開

発－高精度環境復元とそのデータを用い

た高精度シミュレ－ション技術の発展－ 

［研究代表者］川幡 穂高（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高、野原 昌人、田中裕一郎、 

鈴木 淳、松本 克美、 

Lallan P. Gupta、蓑島 佳代、 

外西奈津美、黒柳あずみ、山村 充、 

北田 幸男、石崎 維、矢羽 悠子 

［研 究 内 容］ 

 現在の地球温暖化は、「自然本来の温暖化」＋「人為

起源の二酸化炭素による温暖化」が合わさったものであ

る。現在の温暖化レベルは産業革命以前よりは高いもの

の、実は数千年前に地球が自然のみの働きで経験した温

暖化より低いレベルにある。しかし、その程度がどの位

であったのか、高精度の定量的（デジタル）な復元は行

われてきていない。 

 本研究では、日本にとって も重要度が高い北西太平

洋の日本周辺海域に焦点をあてて、現在の分析技術の

高水準で、高時間解像度で、有孔虫殻の安定同位体比・

化学組成分析、有機物分析を駆使し、環境復元技術を確

立するとともに実際に復元を行う。また、本研究では、

このような自然の働きのみで現在より温暖化していた地

球がどのような仕組みでもたらされたのかを明らかにす

るため、プリンストン大学のモデリング（数値シミュレ

ーション）技術を改良し、復元された環境を氷期から間

氷期への各々の温暖化レベルで検証するとともに、モデ

リング自体の評価の手法を開発した。 

 東北地方北部の下北半島沖の北緯41度34分、東経141



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(461) 

度52分、水深975m から採取された柱状堆積物試料

MD01-2409の有機物質アルケノン、浮遊性、底生有孔

虫の安定同位体比の測定を行いて、表層水中の水温変化

を高時間解像度で復元した。年代は浮遊性有孔虫の炭素

14年を測定して決定され、堆積速度は約2mmm/yr と非

常に大きかった。表層堆積物のアルケノン分析に基づく

水温（表層水表層に対応）は15.5℃で、現在の春から夏

にかけての表層水温に対応していた。次に、縄文海進に

あたる5-6千年前には17.0℃と、現在よりも1.5℃程度高

い水温が認められ、三内丸山遺跡など陸域での定性的に

求められた環境記録と整合的であった。 

 水温については長期間についても解析を行い、北半球

の代表的な記録として有名なグリーンランド氷床柱状試

料 GIPS2の酸素同位体比（大気温）の記録と比較した。

12.5千年前の YD（ヤンガードライアス期）に水温

10.3℃、15.6千年前の H1（ハインリッヒ1）寒冷イベ

ントに水温9.5℃と下北半島沖も同様に寒冷化していた

ことが明らかとなった。ちなみに、このような温度降下

が北西太平洋で観察されたのはこのコアが 初である。

次に、浮遊性有孔虫である N. pachyderrma（sin.）
の酸素同位体比から水温（表層水中層に対応）を完新世

(3.4～3.9千年前)から氷期（15.6～21.0千年前）での期

間にわたって、推定した。その結果、2.5℃の水温上昇

という値が得られた。このことは、常に親潮の影響下に

ある表層水中層の水温変動は高緯度でありながら比較的

小さかった可能性が示唆された。 

 また、生物生産については、珪藻が作り出す生物起源

オパールの含有量より、氷期よりも完新世に生物生産が

高かったことがわかった。換言すると、下北沖では気温

の上昇とともに生物生産力が増加してきており、プラン

クトンの増加は、魚の成育にも大きな影響を与えるので、

魚のバイオマスについても完新世にはかなり増加してき

たと推定された。 

 次に、オホーツク海は、大規模な海氷が形成される海

洋の中で、 も南に位置していることと、北太平洋中層

水が形成されるために近年注目されている。私達は北緯

44度2分、東経145度1分、水深1250m から採取された柱

状堆積物試料に含まれる花粉を分析して、知床半島付近

の環境を、この7千年間にわたり復元した。その結果、

7,240-3,050年前には、現在よりもかなり温かかったこ

とがわかった。北海道北部は広葉樹林から典型的な針葉

樹林が優勢となり、約3千年前に寒冷化が顕著となった。

本研究で注目した5-6千年前の縄文海進の時代には、北

海道は知床半島付近でも落葉広葉樹林が広がるなど、温

暖であったことがわかった。 

 九州西方沖の東シナ海の北緯31度39分、東経128度57

分、水深 746m から採取された柱状堆積物試料

（MD982195）は、平均堆積速度は非常に速く（～

80cm/kyr）、高分解での古環境の解析が可能である。浮

遊性有孔虫の群集解析の結果は、24～15千年前、海水準

の低下にともなう寒冷で低塩分の時代になったが、15-8

千年前までには温暖化し、約8千年前には現在とほぼ同

じように黒潮の影響を強く受ける時代となったことが今

回明らかとなった。アルケノン水温によると、表層堆積

物の水温は約24.0℃であり、本研究で注目した4-7千年

前には23.5℃で0.5℃ほど水温が低くなることがわかっ

た。日本列島でも北部の方では、陸の植生でも、この時

期に温暖化していたことを考えると、南北方向に長い日

本列島では、将来の温暖化においても一律に水温が高く

なるといったことにはならない可能性が指摘できる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］炭素循環、気候変動、古海洋学、温暖化、

アルケノン、安定同位体比、花粉、有機

物、堆積速度、一次生産、柱状堆積物、

サンゴ骨格 

 

［研 究 題 目］超高周波数表面剪断波素子（STW 素

子）による化学センサーの開発 

［研究代表者］黒澤 茂（環境管理研究部門） 

［研究担当者］黒澤 茂、松永 睦生、戸塚 光裕 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研で特許出願中の「水晶振動子式バイオセンサー

の作成技術と評価法・それに関連するノウハウ」を抗体

等の分子認識素子をセンサー上に安定に固定化する要素

技術として、共同研究する会社の保有する超高発振周波

数を持つ表面剪断波素子（STW 素子）製造技術と融合

し、バイオセンサー用途に新規に開発する特殊な構造を

有する STW 素子を超高質量感度の情報変換素子とした

バイオセンサーを開発する。 

 水晶振動子式バイオセンサーの作成技術を基盤として、

バイオセンサー用途に適した特殊な構造を有する STW
素子上への抗体の固定化反応、抗原抗体反応を通しての

素子探索と試作および性能評価を行い、その STW 素子

構造とバイオセンサーとしての性能との関係について基

礎的な知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオセンサー、化学センサー、表面剪

断波素子 

 

［研 究 題 目］チタン酸ジルコン酸鉛圧電ファイバの実

用化 

［研究代表者］佐藤 宏司（スマートストラクチャー研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

 我々の研究グループが研究を行っている金属コア入り

圧電ファイバは、世界で 初に発明されたもので、コン

ポジットに埋め込むことによって、振動検出用センサと

しても振動発生用アクチュエータとしても利用すること

ができる。その多機能性及び斬新な構造的特徴から、実
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用化への可能性について国内外の大学、研究所、産業界

から高く評価を受けており、サンプルの提供依頼も多く

受けている。しかし実用化するためには一度に数百本単

位のファイバを用いてテストする必要があり、今後は量

産へ向けた技術開発を行う必要がある。本研究では、セ

ラミックス部品の成形技術で実績のある長峰製作所と共

同で金属コア入り圧電ファイバの量産へ向けた生産技術

の研究を行うことを目標としている。本研究により、押

し出し成型法を用いて一度に数百メートルのファイバを

成型に成功している。この技術により、ファイバの量産

化が可能となり、既に3つの大学研究室、3つの国立研究

所、そして2つの企業にサンプルを提供しており、それ

ぞれの研究機関であたらな圧電ファイバの応用について、

共同、また独自に研究を進めている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］圧電 繊維 大量生産 

 

［研 究 題 目］再生シリコーンゴムの製造方法及びその

製品開発 

［研究代表者］永井 英幹（スマートストラクチャー研

究センター） 

［研究担当者］永井 英幹、吉田 均 

［研 究 内 容］ 

 シリコーンゴムは、使用後は費用を投じて埋め立て廃

棄されている。従来研究されている再生法は可塑化が前

提でコスト、エネルギー面で難点があった。そこで、シ

リコーンゴム廃材を粉砕し、可塑化せずにシリコーンゴ

ムへ再生する、低コストな非可塑化再生法を進めてきた。

本研究では、まず、金属酸化物を添加して、ドライのみ

ならずウエット環境でも防滑性を発揮させる研究を行っ

た。添加物として、酸化チタン、酸化アルミ、酸化鉄、

酸化亜鉛の粉末を用い、加硫ゴムの引張試験法（JIS 
K-6251）のダンベル3号試験片形状に成形して、引張強

度試験ならびに摩擦係数測定試験を行った。摩擦係数は、

オールシーズン汎用とハイヒール底用の2種類の靴底用

ゴムに対して測定した。本研究でのシリコーン破砕片に

対しては、防滑性能優先なら酸化チタン、ウエット時の

摩擦係数低下率（対ドライ時）を小さくする目的からは

酸化亜鉛が有効であること明らかになった。この組み合

わせについて、水濡れ時防滑性床材を試作した。 

 また、これまで研究担当者らで開発済みの有害環境作

業用防護服システムにおいて、その主要構成部品である

TiNi 合金と高靭性弾性体とを複合化した可逆的形状変

化構造体に対し再生シリコーンゴムを適用し、形状記憶

合金ワイヤ、超弾性合金ワイヤと複合化した構造体を4

種類試作した。各々の構造体に対して、新生シリコーン

ゴムを用いた従来開発品と今回再生シリコーンゴムを用

いた部材とで変わらぬ動作（開閉の曲率変化量）を確認

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リサイクル、シリコーンゴム、非可塑化

再生、TiNi 合金、可逆的形状変化、防

滑性 

 

［研 究 題 目］高活性カタラーゼ微生物による低コスト

カタラーゼ生産 

［研究代表者］湯本 勲（生物機能工学研究部門 北海

道センター） 

［研究担当者］湯本 勳、原 功、一瀬 信敏、 

（株）ロム：田中真紀子、山本 祐輔、 

山平 桂子 

［研 究 内 容］ 

 過酸化水素は半導体産業をはじめ各種業界で漂白、殺

菌の目的で広く使用されている。また環境に高負荷な塩

素系漂白殺菌剤の代替品として、分解すれば無害になる

過酸化水素の使用の切り替えが期待されている。しかし

産業廃水に含まれる過酸化水素はその有毒性から適切な

方法で処理されなければならない。本研究では過酸化水

素の処理に も有望なカタラーゼという酵素について、

高活性酵素を大量に発現する微生物およびそのカタラー

ゼ遺伝子を用いさらに機能化および高効率回収を行う。

得られた結果は以下の通りである。 

1. 過酸化水素ストレスの付与による顕著なカタラーゼ

の発現量の増加が見られ酸化ストレスの付与により、

酵素回収率を向上させることが出来た。本酵素は非常

に多量に発現することから本酵素プロモーター遺伝子

は遺伝子発現ツールとして非常に有望である。 

2. 本酵素は過酸化水素のみならず過酢酸の様な有機過

酸とも良く反応した。この様な性質は、牛肝臓カタラ

ーゼや他の微生物由来のカタラーゼには見られない現

象であり、この原因は本酵素の基質導入キャビティ構

造の入口部分の広い空間を有する構造が過酸化水素よ

り大きな分子量を受け付けやすくしていることに起因

することが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］カタラーゼ、過酸化水素、ヘム酵素 

 

［研 究 題 目］生分解性ゲルを用いた介護用紙おむつの

開発 

［研究代表者］平栗 洋一（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］平栗 洋一、常盤 豊、片瀬 憲一、 

清水 洋 

［研 究 内 容］ 

 紙おむつは、使用後、分別回収が難しく、焼却により

処理してきた。しかしながら、近年、ゴミの量の増大に

より、焼却場の不足が深刻な問題となり、紙おむつにも

生分解性を付与することが強く求められるようになって

きた。我々は、ラジカル開始剤存在下、開環重合してポ

リエステルエーテルを与える2-メチレン-1,3,6-トリオ

キソカン（MTC）を用い、紙おむつの基材となる生分
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解性で、高吸水性であるゲルの開発を行った。 

 初めに、MTC と無水マレイン酸（MA）、架橋剤とし

て、ポリエチレングリコールジアクリレート400

（PEGdACL）、または、ジビニルアジペート（DVA）

をラジカル共重合し、その後、MA の酸無水部を希薄炭

酸ナトリウム水溶液で加水分解し、吸水性ゲルを得た。

生分解性は、土壌を用いた BOD 測定装置により評価し、

その結果、MTC/MA/PEGdACL（50/45/5、モル比）

ゲルは、64%生分解し、また、MTC/MA/DVA（50/45 

/5、モル比）ゲルは42%生分解することがわかり、満足

な結果となった。吸水性は、生理食塩水中で評価し、

MTC/MA/PEGdACL（50/45/5）ゲルは自重の26倍、

MTC/MA/DVA ゲルは自重の13倍の吸水量を示した。

市販のピジョンおむつライナーの同条件による吸水量は、

52倍であり、吸水性も市販品とそれ程違わないことがわ

かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］紙おむつ、生分解性、高吸水性ゲル、ラ

ジカル開環重合 

 

［研 究 題 目］KNOPPIX のアプリケーションサービス

プロバイダ ASP 化 

［研究代表者］須崎 有康（情報処理研究部門） 

［研究担当者］須崎 有康、飯島 賢吾、丹 英之 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 オープンソースソフトウェアがネットワークを介して

インストールせずにどこでも利用できるアプリケーショ

ンサービプロバイダ（ASP）環境を開発する。この環

境により、インストールの手間が省けることで一般ユー

ザがオープンソースソフトウェアを手軽に利用可能にな

るばかりでなく、オープンソースソフトウェアの開発の

循環が行われて開発を促進することができる。 

研究計画： 

 開発としては、現在手軽に利用可能となった CD ブー

ト起動 OS である KNOPPIX 日本語版を Linux エミュ

レ ー タ UserModeLinux (http://user-mode-linux. 
sourceforge.net/) 対応にし、ユーザが手軽に OS やア

プリケーションの改変ができるようにする。また、

Linux エミュレータのハードディスクイメージはインタ

ーネットを介して取得することで、ユーザのハードディ

スクを利用することなく、アプリケーションの起動が可

能とにする。インターネットを介して取得するためには 

SFS (Self-certifying File System http://www.fs.net)を
用いる。 

進捗状況： 

 2003年2月より、インターネットを介してこの ASP
実験が行われており、KNOPPIX 日本語版の収録され

た UserModeLinux を使って情報技術研究部門の下記

URL より試すことができる。 

http://unit.aist.go.jp/itri/knoppix/uml/sfs/ 
 

［研 究 題 目］酵母新規発現系による有用蛋白質生産の

実用化に関する研究 

［研究代表者］扇谷 悟（生物機能工学研究部門（北海

道センター）） 

［研究担当者］扇谷 悟、佐原 健彦、合田 孝子 

（東洋紡績株式会社） 

［研 究 内 容］ 

研究目標： 

 産総研が開発した、酵母による新規タンパク質生産系

を事業レベルに展開することを目標とする。 

研究計画： 

 本タンパク質生産系は既存の酵母発現系を凌駕するタ

ンパク質生産効率を得ている上、ヒトなどの蛋白質の発

現において大腸菌よりも適していると考えられ、実用化

できる可能性は極めて高い。そこで、産総研において発

現系の改良を進めると共に、企業において実証試験を行

い、本タンパク質生産系の実用化に取り組む。 

年度進捗状況： 

 昨年度までに構築した酵母低温誘導発現系を基に、発

現効率の改良に取り組んだ。ベクターの複製開始点、選

択マーカー、ホスト株、誘導条件などの検討を行い、

終的に発現効率を飛躍的に増大させることができた。モ

デルタンパク質として EGFP を用いた場合に、SDS-
PAGE 上、酵母の可溶性タンパク質の50%以上を占めて

いた。開発された酵母低温誘導発現系を用いて、ヒトな

どのタンパク質をおよそ40種類発現させ、大腸菌などの

発現系との比較を行った。その結果、本発現系はヒトな

どのタンパク質を生産する目的としては、大腸菌に比較

して、非常に高い確率で可溶性発現できることがわかっ

た。また、一部の酵素について、可溶性発現した酵素を

酵母破砕液より精製し、天然のものと比較したところ、

ほぼ同じ比活性が得られたことから、本発現系において

可溶性で発現できた酵素はほぼ正しい folding をしてい

ると考えられた。 

 さらに効率的な生産を目的として、遺伝子組み換えに

よるタンパク質生産に影響を与えるいくつかの遺伝子に

ついて、遺伝子破壊などを行い、タンパク質の発現に与

える影響を検討した。また、他のタンパク質と融合させ

て生産させることの効果についても検討した。その結果、

いくつかのタンパク質について、これらにより発現タン

パク質の生産量が改善されることがわかった。 

 以上のような研究の結果、パートナーである東洋紡績

株式会社が、本酵母低温誘導発現系を利用した受託生産

サービスを開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子組み換え、酵母、低温 

 

［研 究 題 目］セルセパレータ（連続的細胞分離装置）
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の開発 

［研究代表者］金森 敏幸（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］須丸 公雄、尹 富玉、山口麻奈絵、 

岡村 愛子 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、末梢血や臍帯血などから幹細胞など特定

の細胞を選択的に、大量、連続的、低侵襲に分離するこ

とができるセルセパレーター（連続的細胞分離装置）へ

の応用を目的とした細胞分離材料の開発を行っている。

Polypropylene（PP）不織布は空隙の大きさ、および単

位体積あたりの繊維表面積が高いことから細胞分離に

適であると考えられる。この PP 不織布に、Poly（N-

isopropylacrylamide）（PNIPAAm）をグラフト重合さ

せることにより、下限臨界溶解温度（LCST）以上でこ

の不織布に目的細胞の抗原に特異的な抗体を疎水性結合

により吸着させることにより目的細胞を選択的に捕捉さ

せ、LCST 以下の温度で洗浄し不織布表面を親水性にす

ることにより細胞を回収することができると考えた。 

 本年度は、上記スキームを確認するため、当該 PP 不

織布に低温プラズマ後重合法により PNIPAAm をグラ

フトする技術を確立した。次いで、モデル系として選ん

だ CD86発現細胞と CD80発現細胞を1：1で混合した細

胞懸濁液から、どちらか一方を80%以上の濃度で取り出

すことに成功した。この結果を元に、某企業と共同研究

契約を締結し、特定の目的に用いるセルセパレーターの

開発を開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗原抗体反応、ポリプロピレン不織布、

セルセパレーター、選択的細胞分離× 

 

［研 究 題 目］移動ロボットにおける実時間音源定位に

関する研究 

［研究代表者］浅野 太（情報処理研究部門） 

［研究担当者］浅野 太 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、産総研で開発した音源定位（音がどこ

から来ているのかを推定するシステム）ソフトウェア及

び音源分離ソフトウェアを産総研で開発した多チャネル

音響信号処理ハードウェアシステム RASP-2に移植する。

移植作業では、リアルタイム性を保障するため、リアル

タイム性の高い分離フィルタの部分を RASP-2上の

FPGA で実現し、他のリアルタイム性の低い部分を

CPU ボード（Motorola 社 PrPMC800）で実現する。

このシステムにより、空間に音源が複数存在する場合で

も、それぞれの音源の位置を推定し、音源からの信号を

分離して取り出すことができる。用途としては、音声認

識を用いた音声インターフェースを雑音環境下で用いる

場合のフロントエンドに使用することにより、音声認識

率を向上させることができる。ハードウェアは、スタン

ドアローンで使用するとともに、ハーフサイズの PCI

スロット x2に挿入することができ、ハーフサイズの

PCI バスを持つシステム（たとえばロボット）などへ

の応用も可能であり、現在産総研で開発されたヒューマ

ノイド HRP-2において実証実験を進めている。移植作

業自体は、すでに終了している。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］音源定位、音源分離、音声インターフェ

ース、リアルタイム、ロボット、ハード

ウェア 

 

［研 究 題 目］試料温度可変小型プローバ実用化に関す

る研究 

［研究代表者］阪東 寛（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］相浦 義弘、川中 浩史、丸山 誠司、 

浦田 篤浩、他（職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研出願の特許技術により、断熱真空中での探針位

置制御にウォブルスティック的機構を用い、真空槽の小

型薄型化および真空性能の向上を特徴とする試料温度可

変小型プローバ技術を発展させ、超高真空域への到達と

試料温度の制御範囲の拡大によって広範な市場に投入可

能な実用レベルの製品開発をめざした。開発期間中に超

高真空に対応可能で微少電流測定に使用可能な超高真空

マイクロプローバー装置「iMPC/UMPC シリーズ」の

製品化に成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マイクロプローバー、ホール効果測定、

超高真空技術 

 

［研 究 題 目］超低硫黄軽油製造用触媒の実用化開発 

［研究代表者］葭村 雄二（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］葭村 雄二、鳥羽 誠、三木 康朗、 

神田 幸雄、松井 高史、原田 賢、 

他4名 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 大気環境基準の強化に伴い、自動車排ガス規制を十分

に満足させつつ、硫黄に弱い後処理触媒の性能を十分に

維持できるサルファーフリー燃料（硫黄量＜10ppm）

に対する要求が急速に高まりつつある。本研究では、現

行の製油所内装置を大幅に改造することなく、現行の軽

油（S<50ppm）が製造されている脱硫反応器の触媒を

交換するのみで超低硫黄軽油（硫黄量<10ppm）を製造

できる、革新的軽油品質改善技術を先導的に開発する。 

（研究計画） 

 本研究は、産総研において触媒の活性点の構造解析、

触媒活性化条件の 適化、活性化条件と触媒構造の相関

解明、工業化試作触媒の構造評価を実施し、共同研究相

手先企業において実製造規模でのパイロット触媒製造及

びプラント評価（長期試験）を実施する。 
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（年度進捗） 

 ニッケル-モリブデン含有の触媒調製用含浸水溶液の

調製法（新しいキレート剤）および乾燥法を工夫し、直

留軽油（S～1wt%）から一段反応で S-free 軽油を製造

できる NiMoP/γ-Al2O3触媒を開発した。S<50ppm 対応

触媒の反応条件下（温度＝340℃、圧力=4.9MPa、
LHSV=1.5h-1、H2/oil=250NL/L）で得られた生成油中

の硫黄量は7ppm であり、水素消費量は、約60NL/L と

S<50ppm 対応触媒より少し高かった。本開発触媒を用

いれば、現行の S<50ppm 対応触媒の入れ替えのみで対

応できることが明らかとなり、S<10ppm 対応用の実用

化触媒として有望であることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］クリーン軽油、卑金属触媒、サルファー

フリー 

 

(3) 外部資金 

 中期目標や中期計画で定められているように、産業技

術総合研究所は、業務の効率的な実施による費用の低減、

自己収入の増加その他の経営努力により財務内容の改善

を図ることとなっており、そのため、外部資金や自己収

入の増加と固定的経費の割合の縮減に努めている。 

 外部資金の多くは、各省庁からの様々な制度から委託

研究費で、その多くが、競争的資金となってきている。

産業技術総合研究所が受け入れる外部資金は、制度的に

は、受託研究として受け入れられ、研究終了後それぞれ

の委託元に詳しい研究報告がなされている。 

 

平成15年度に受け入れた受託収入の状況 

※千円切り捨てのため、合計と一致しないことがあります。 

資 金 名 
件数 

(ﾃｰﾏ) 

決算額 

（千円）

受託収入  20,965,165

(1) 国からの受託収入  11,528,514

１）経済産業省  5,743,878

(ⅰ)産業技術総合研究所委託費 21 3,308,171

(ⅱ)中小企業産業技術研究開発委託

費
2 857,353

(ⅲ)特許生物寄託委託費 1 520,475

(ⅳ)原子力発電施設等安全技術対策

委託費
6 561,469

(ⅴ)放射線廃棄物処分基準調査等委

託費
2 114,100

(ⅵ)石油天然ガス基礎調査等委託費 2 178,726

(ⅶ)産業技術研究開発委託費 5 126,606

(ⅷ)製造技術高度情報化研究開発委

託費
1 55,784

(ⅸ)その他 4 21,189

２）文部科学省  4,816,875

(ⅰ)科学技術振興調整費 89 3,200,394

(ⅱ)科学技術振興費 2 429,600

(ⅲ)原子力試験研究費 41 834,863

(ⅳ)海洋開発及地球科学技術調査研

究促進費
3 19,898

(ⅴ)文部科学省関係機関からの受託 10 332,118

３）環境省  920,883

(ⅰ)公害防止等試験研究費 29 609,668

(ⅱ)地球環境保全試験研究費 4 81,596

(ⅲ)地球環境研究総合推進費 22 140,270

(ⅳ)環境技術開発等推進事業 2 86,639

(ⅴ)その他 1 2,706

その他省庁 6 46,878

(2) 国以外からの受託収入  9,436,650

１）新エネルギー・産業技術総合開発

機構
104 6,868,673

２）その他公益法人 196 1,329,929

３）民間企業 133 1,227,052

４）受託出張  10,995

その他収入  7,742,390

合  計  28,707,555
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【経済産業省】 

（ⅰ）産業技術総合研究所委託費 
（21テーマ 3,308百万円） 

・石油安定供給技術開発等委託費 

 石油及び可燃性天然ガスの安定的かつ低廉な供

給の確保に資するため、石油及び可燃性天然ガス

資源の開発の促進並びに石油の備蓄の増強のため

の技術の開発に係る委託事業により、石油及び可

燃性天然ガスの安定的かつ低廉な供給に係る技術

の開発及び利用の促進を図るための経費。 

 平成15年度は、1テーマを97百万円で実施した。 

・石油生産流通合理化技術開発等委託費 

 石油の生産の合理化に資するため、石油の生産

の合理化のための石油精製支援ロボットシステム

等の技術開発に係る委託事業により、石油の生産

の合理化に係る技術の開発及び利用の促進を図る

ための経費。 

 平成15年度は、1テーマを30百万円で実施した。 

・エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費 

 内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適

切なエネルギーの需給構造の構築を図る観点から、

石油代替エネルギーの開発及び利用、並びにエネ

ルギーの使用の合理化のための技術の開発に係る

委託事業により、石油代替エネルギーの開発及び

導入並びにエネルギーの使用の合理化に係る技術

の開発及び利用の促進を図るための経費。 

 平成15年度は、7テーマを322百万円で実施した。 

・エネルギー使用合理化技術開発委託費 

 化学産業、電力機器・情報通信機器、材料基盤

技術の分野での省エネルギー化及び次世代分散エ

ネルギーシステムのための支援技術開発のための

長期間とリスクを伴う研究開発並びに省エネルギ

ー技術等の普及のためのエネルギー・環境分野の

標準の策定を目的とした研究開発等を行うための

経費。 

 平成15年度は、5テーマを1,760百万円で実施し

た。 

・電源多様化技術開発等委託費 

 内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適

切なエネルギーの需給構造の構築を図る観点から、

石油代替エネルギーの開発及び利用、並びにエネ

ルギーの使用の合理化のための技術の開発に係る

委託事業により、石油代替エネルギーの開発及び

導入並びにエネルギーの使用の合理化に係る技術

の開発及び利用の促進を図るための経費。 

 平成15年度は、7テーマを1,099百万円で実施し

た。 

（ⅱ）中小企業産業技術研究開発委託費 

（857百万円） 

・地域中小企業支援型共同研究開発 

 活力ある中小企業者のニーズを把握し、国立研

究所又は独立行政法人が中小企業ニーズの高い研

究テーマについて、大学等との連携を図りつつ研

究を実施し、その成果について中小企業者に広く

還元するための経費。 

 平成15年度は、共同研究型を応募31件から22テ

ーマを採択するとともに、シーズ持ち込み型を応

募49件から24テーマ採択し、840百万円で実施し

た。 

・シナジーセラミックスの技術開発 

 産業活動に伴うガス等の排出がもたらす環境へ

の影響を抑制するため、小型・高効率の環境浄化

材料システムの開発が必要との観点から、環境エ

ネルギーを電気エネルギー等へ変換するエネルギ

ー変換機能と、触媒化学反応による物質の選択分

離－浄化を行う選択分離浄化機能の多重化により、

能動的な環境浄化機能を有する材料を創生するた

めの経費。 

 平成15度は、17百万円で事業を実施した。 

（ⅲ）特許微生物委託費（520百万円） 

  特許制度におけるバイオ関連の特許出願は、

出願者において特許対象となる生物株を出願前

に寄託機関に寄託することが義務づけられてい

る。産業技術総合研究所特許生物寄託センター

は、特許庁長官の指定する特許生物寄託機関及

び WIPO ブダペスト条約（1980年）により認定

された国際寄託当局である。当該事業について

は、産総研そのものが特許庁長官の指定を受け

た寄託機関となるとともに、特許庁からの寄託

業務の委託を受けることとなる。 

 平成15年度は、520百万円で事業を実施した。  

（ⅳ）原子力発電施設等安全技術対策委託費 

（6テーマ 561百万円） 

  石油代替エネルギーの発電のための利用を促

進する観点から、原子力発電の安全に関する技

術開発等を行うための経費。高レベル放射性廃

棄物の地層処理の安全の確保や、原子力の工学

領域だけでは解決できない安全上の課題に取り

組むため、地質に関する調査研究を実施する。 

 平成15年度は、6テーマを561百万円で事業を

実施した。 

（ⅴ）放射性廃棄物処分基準調査等委託費 

（2テーマ 114百万円） 

  高レベル放射性廃棄物処分事業を円滑に推進

していくため、地層処分技術に関する関連技術

を総合的・効率的に調査し、その信頼性を向上

させることが必要であるとの観点から、地質環

境に関する技術調査の高度化及び人口バリア等

の長期安定性の確証を図るための調査研究等を

実施するための経費。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(467) 

 平成15年度は、2テーマを114百万円で事業を

実施した。 

（ⅵ）石油天然ガス基礎調査等委託費 

（2テーマ 179百万） 

  我が国のエネルギーの長期安定供給の確保に

資するため、21世紀における有望な新たな国産

エネルギー資源として期待されているメタンハ

イドレートについて、世界に先駆けてその商業

的産出のための技術整備を行い、探査技術や生

産技術の開発等を促進するための経費。 

 平成15年度は、2テーマを179百万円で事業を

実施した。 

（ⅶ）産業技術研究開発委託費 

（5テーマ 127百万円） 

  科学技術政策の重点分野における国際標準を

獲得するためには、検討の場（ISO/IEC）にお

いて主導的に提案するために必要な科学技術の

知見及びそれを支える体制の整備が必須である

との観点から、ライフサイエンス、IT、環境、

ナノテクノロジー・材料の4分野を中心とした標

準化のための研究開発を実施するための経費。 

 平成15年度は、5テーマを127百万円で事業を

実施した。 

（ⅷ）製造技術高度情報化研究開発委託費 

（1テーマ 56百万円） 

  設計・製造現場に、「暗黙知」として存在す

る技能やノウハウを科学的な分析を通じて「形

式知」化し、情報技術を活用してソフトウェア

化、データベース化する手法等の開発を行うこ

とにより、情報技術と製造技術が融合した時

間・コスト・品質競争力のある新たな生産シス

テムの構築を図るため、複雑形状や微小矩形断

面形状の構造を持つ超精密金型を高精度で加

工・計測する技術を開発するための経費。 

 平成15年度は、1テーマを56百万円で事業を実

施した。 

（ⅸ）その他（4テーマ 21百万円） 

 

【文部科学省】 

（ⅰ）科学技術振興調整費 

（89テーマ 3,200百万円） 

  科学技術の振興に必要な重要研究業務の総合

推進調整のための経費。各省庁、大学、民間等

既存の研究体制の枠を超えた横断的・総合的な

研究開発の推進を主たる目的としている経費。 

 平成15年度は、継続テーマ80件を2,971百万円

で実施するとともに、新規応募により獲得した、

若手任期付研究員支援、産学官共同研究の効果

的な推進等で9テーマを獲得し、229百万円で実

施した。 

（ⅱ）科学技術振興費（2テーマ 430百万円） 

  「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環

境」、「ナノテクノロジー・材料」、「防災」

の5分野において、文部科学省が設定した課題等

に関する研究開発を実施するための経費。 

 平成15年度は、2テーマを430百万円で実施し

た。 

（ⅲ）原子力試験研究費（41テーマ 835百万円） 

  文部科学省設置法第4条第67号に基づき、各府

省所管の試験研究機関及び独立行政法人におけ

る原子力試験研究費を文部科学省に一括計上す

るものであり、各府省の行政ニーズに対応した

試験研究等を実施するための経費。 

 平成15年度は、41テーマを835百万円で実施し

た。 

（ⅳ）海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 

（3テーマ 20百万円） 

  人工衛星等による遠隔探査手法を適用した地

球環境観測技術等の研究（観測機器の開発を目

標とする要素技術に関する研究と衛星データの

有効活用及び将来型衛星のセンサパラメータの

決定を目的とした研究）に要する経費。 

 平成15年度は、3テーマを20百万円で実施した。 

（ⅴ）文部科学省関係機関からの受託 

（10テーマ 332百万） 

  大学等からの受託を、10テーマを332百万円で

実施した。 

 

【環境省】 

（ⅰ）公害防止等試験研究費 

（29テーマ 610百万円） 

  環境省設置法第4条第3号の規定に基づき、地

球環境保全等に関する関係行政機関の試験研究

機関の経費及び関係行政機関の試験研究委託費

に関する予算を環境省において一括計上するこ

とにより、地球環境保全等に関する試験研究の

総合的推進を図っている。 

 平成15年度は、29テーマを610百万円で実施し

た。 

（ⅱ）地球環境保全試験研究費 

（4テーマ 82百万円） 

  地球温暖化分野を対象として、各府省が中長

期的始点から計画的かつ着実に研究機関で実施･

推進されるべき研究で、地球環境保全等の観点

から(1)現象解明・予測、(2)影響･適応策、(3) 

緩和策、などをテーマとする研究課題を実施す

るための経費。 

 平成15年度は、4テーマを82百万円で実施した。  

（ⅲ）地球環境研究総合推進費 

（22テーマ 140百万円） 
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  地球環境問題が人類の生存基盤に深刻かつ重

大な影響を及ぼすことに鑑み、様々な分野にお

ける研究者の総力を結集して、学際的、省際的、

国際的な観点から総合的に調査研究を推進し、

もって地球環境の保全に資することを目的とし

ている経費。 

 平成15年度は、22テーマを140百万円で実施し

た。 

（ⅳ）環境技術開発等推進事業（実用化研究開発課

題）（2テーマ 87百万円） 

  地球環境問題や大気・水環境等への負荷低減

のために対応が急がれる環境技術の研究開発で

あり、研究開発終了後比較的短期間にある程度

の実用化が見込めるものを実施するための経費。

（環境省一括計上予算） 

 平成15年度は、2テーマを87百万円で実施した。 

（ⅴ）その他（1テーマ 3百万円） 

 

【その他省庁】 

 6テーマ 47百万円  

 総務省、農林水産省、国土交通省等からの受託を、6

テーマ47百万円で実施した。 

（ⅰ）新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 平成15年度は、104テーマを6,869百万円で実施

した。 

（ⅱ）その他公益法人 

 平成15年度は、196テーマを1,330百万円で実施

した。 

（ⅲ）民間企業 

 平成15年度は、133テーマを1,227百万円で実施

した。 

（ⅳ）受託出張 

 平成15年度は、受託出張の経費11百万円を受

け入れた。 

 

１）国からの外部資金 

①【経済産業省】 

－産業技術総合研究所委託費－ 

・石油安定供給技術開発等委託費 

［研 究 題 目］シナジーセラミックスの研究開発 

［研究代表者］神崎 修三 

（シナジーマテリアル研究センター） 

［研究担当者］大司 達樹、近藤 直樹、平尾喜代司、 

吉澤 友一、宮崎 広行、周 游、 

山内 幸彦、淡野 正信、藤代 芳伸、 

柘植 明、阪口 修司、兼松 渉、 

宮島 達也、松原 一郎 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、材料構造と摺動特性や耐熱性、耐

腐食性等の関係について基盤的な検討を行うとともに、

これら一連の研究で得られた結果に基づき特性向上のた

めの微構造制御手法を開発した。この結果、窒化ケイ素

系材料においては本材料の持つ優れた高強度、高靭性な

どの優れた機械特性を損なうことなく比摩耗量を1/10に

低減でき、一方、炭化ケイ素、アルミナについてはこれ

らの材料の持つ優れた耐摩耗性を損なうことなく機械特

性を向上させることに成功した。また、熱伝導率

130W/mK、固体摩擦係数0.28の窒化ケイ素、1200℃で

の強度低下が20%以下の多孔質材料、1500℃での熱サイ

クル試験において損傷の発生が認められない耐熱材料な

どの開発に成功した。以上に加えて、開発材料を用いた

モデル部品を作製し、実使用環境を模した試験により開

発技術の妥当性を実証した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］フィルター、ガスタービン、摺動材料、

耐摩耗性、強度、破壊エネルギー、耐熱

性、耐食性 

 

・石油生産流通合理化技術開発等委託費 

［研 究 題 目］人間行動適合型生活環境創出システム技

術開発 

［研究代表者］松岡 克典（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センター） 

［研究担当者］松岡 克典、渡邊 洋、梅村 浩之、 

吉野 公三、足立 公洋 

［研 究 内 容］ 

 作業現場で作業者が「ひやり・はっと」した場面を自

動的に蓄積し、危険要因を客観的に抽出することを可能

にする技術の開発を目指して、作業者の生理反応から

「ひやり・はっと」した状態を自動検知する技術を開発

した。昨年度までに開発した検知手法の改良を進め、実

験室場面だけでなく実際の生活場面でも本手法が適用可

能なことを検証した。開発した「ひやり・はっと」状態

の検知手法は、皮膚電気コンダクタンス（GSR）と瞬

時心拍数の変化を利用するもので、手指と胸部で計測す

る方法、および足指と耳たぶで計測する方法の2種類に

ついて実験的評価を行った。その結果、どちらの場合も

検知感度100%、検知特異度（「ひやり・はっと」状態で

はない時に検知信号を出力しない割合）87%以上を得る

ことができた。足指および耳たぶで計測する方法を開発

したことにより、作業などを阻害することなく「ひや

り・はっと」状態を検知できるようになった。また、実

生活場面にも適用可能なことを検証する目的で、本手法

を車の運転場面に適用し、検知感度83%、検知特異度

99%の高い性能を実証することができた。 

 一方、作業者が選択する経路を予測することにより安

全な作業環境を創りだす技術開発を目指して、人間が選

択しやすい移動経路を予測するモデルの開発を行った。

実験室実験から、開発した経路予測モデルが80%以上の

精度で経路を予測できることが確認できた。また、石油
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精製プラントでの熱交換器メンテナンス作業の3日間の

観察から得られた作業者経路との比較から、開発した経

路予測モデルが0.7m 以下の予測誤差で作業経路を予測

できることが実証できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヒヤリ・ハット検知、心拍、皮膚コンダ

クタンス、経路選択予測 

 

・エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費 

［研 究 題 目］超高密度電子 SI 技術の研究開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（エレクトロニクス研究部門）  

［研究担当者］青柳 昌宏、仲川 博、所 和彦、 

板谷 太郎、伊藤日出男、赤穗 博司、 

佐藤 弘、小見山耕司 

［研 究 内 容］ 

 超高速性能を持つ超伝導デバイス、光デバイスなどを

用いた高密度実装構造に関する超高速特性評価技術の研

究開発を行うことを目的として、配線構造内のインピー

ダンス分布測定および接続部 LCR モデル化、信号伝搬

（波形劣化）特性および配線間クロストークの評価、周

波数特性上限100GHz 以上、高位置分解能1mm 以下な

どを評価技術の開発目標とし、また、光電気複合実装技

術に関連して、光アクティブインターポーザのための基

本デバイスに関する基礎的研究を進めることを目的とし

て、光アクティブインターポーザへの応用をめざして、

レーザビームの出射方向を制御電極により偏向できるビ

ーム偏向型面発光レーザ素子による光軸アライメント補

正機能を検証するとともに、ビーム偏向型面発光レーザ

素子を用いた高速信号伝送を可能とする光アクティブイ

ンターポーザ技術を開発することを目標とした。 

 3次元高密度集積化技術について、従来の半導体素子

では得られない超高速性能を持つ超伝導素子および光導

電素子を用いた高密度3次元実装構造の超高速特性に関

する評価技術の開発を進めるとともに、光電気複合実装

技術について、光アクティブインターポーザ用素子技術

の開発を進めた。 

 平成15年度は、昨年度までに開発を進めた Nb 系超伝

導素子を用いた超高速信号発生回路による超高速ステッ

プ信号を利用した時間領域反射（TDR）測定手法によ

り、6ps 立ち上がり高速信号による TDR 計測の評価検

証を達成した。また、室温で動作する非線形半導体線路

素子を用いた TDR 測定手法の開発を行い、9ps 立ち上

がり信号による TDR 計測の評価検証を達成した。また、

光電気複合実装技術に関連して、VCSEL アレイと光電

子受光素子による連携動作を利用した光演算回路への応

用技術開発を進めた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］3次元実装、光電気複合実装、超高速特

性 

［研 究 題 目］低エネルギー消費型環境負荷物質処理技

術研究開発 

［中 項 目 名］有害物質排出抑制技術研究開発 

［研究代表者］浜田 秀昭 他 

（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］浜田 秀昭、小渕 存、藤谷 忠博、 

金田一嘉昭、菊川 伸行、佐々木 基、 

羽田 政明、中村 功、内澤 潤子、 

大井 明彦、難波 哲哉、中山 紀夫 

［研 究 内 容］ 

 NOx（窒素酸化物）除去触媒に関しては、触媒およ

び触媒システムの探索と設計を行うための基礎データの

収集を行った。NO 直接分解については、触媒化学と表

面科学の検討から反応が起こるための 適な触媒表面構

造を明らかにするため、酸化コバルト触媒について詳細

に検討した結果、アルカリの添加が効果的であることが

わかった。アルカリ添加により酸化コバルト表面が若干

還元された状態になり、酸素脱離が促進されるとともに、

反応中間体である吸着 NO2種の生成が促進されること

がわかった。NO 選択還元については、低温度域で水素

還元剤による NOx 選択還元に活性なシリカに担持した

イリジウムやロジウム触媒の改良研究を実施し、適量の

アルカリやアルカリ土類、亜鉛を添加することにより、

高濃度酸素、SO2、H2O が共存する条件で高い NOx 除

去率を示す触媒を得ることができた。さらに、NOx 除

去反応に対するマイクロ波のアシスト効果について検討

し、 適なマイクロ波吸・発熱体、触媒を用いることで

低温度域での NO 分解反応が促進されることがわかっ

た。また、触媒の系統的多種調製に必要な迅速触媒調製

装置を製作した。 

 PM（粒子状物質）除去に関しては、酸化を促進し、

連続して使用できるような高性能の DPF（ディーゼル

パティキュレートフィルター）システムの開発を目指し

て、白金に加えて直接 PM に作用することが可能な金

属酸化物を組み合わせた複合系触媒の検討を行った。ま

た、PM と触媒との接触度を良くするため、耐熱性繊維

でできた織布や不織布フィルターの利用を検討した。そ

の結果、酸化バナジウムや酸化モリブデンなどの金属酸

化物触媒と白金を組み合わせることにより、NO2による

酸化が期待できない反応ガス条件でも固体カーボンの酸

化を促進できることがわかった。また、ムライト質織布

について、フィルターとしての使用が可能であることを

確認した。酸化バナジウム－白金を担持したムライト繊

維布を用いた DPF を試作し、実排ガスによる PM 捕

集・フィルター再生試験を行った結果、553℃で PM の

連続捕集・除去が可能で、その際の PM 捕集率は59%で

あった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］窒素酸化物、直接分解、選択還元、表面

科学、マイクロ波、コンビケム、ディー
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ゼル、粒子状物質、パティキュレートフ

ィルター、酸化、触媒、白金、酸化バナ

ジウム、繊維フィルター 

 

［研 究 題 目］低エネルギー消費型環境負荷物質処理技

術研究開発 

［研究代表者］指宿 堯嗣（環境管理研究部門） 

［研究担当者］浜田 秀昭（環境調和技術研究部門）、 

小林 悟（環境管理研究部門）、 

四元 弘毅（環境調和技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 有害物質排出抑制技術研究開発：NOx 除去触媒に関

しては、触媒および触媒システムの探索と設計を行うた

めの基礎データの収集を行った。その結果、イ）NO 直

接分解反応が起こるための 適な触媒表面構造、ロ）マ

イクロ波が NOx 除去反応をアシストする条件、ハ）高

い NOx 除去率を示す触媒、が明らかとなった。粒子状

物質高度浄化技術開発に関しては、 適なフィルター形

式と触媒系が明らかになった。 

 有害物質処理技術研究開発：初年度は、低温プラズマ、

光触媒、オゾン酸化触媒法の複合化に先立ってそれぞれ

の手法が持つポテンシャルの把握とその高度化について

の検討状況、及びこれらの技術を有機的に結びつけるた

めの必要条件について検証を行った。その結果、各種手

法の高度化の指針が得られると共に、触媒存在下でもプ

ラズマを利用することにより本システムの必要条件であ

る紫外光や相当量のオゾン発生を確認した。対象として

各種フッ素系化学物質の処理技術をとりあげ、そのエネ

ルギー収支評価、環境影響評価を実施した。また、平成

13年度 PRTR データにおいて、下水への移動量が954t/
年で も多い N、N-ジメチルホルムアミド（DMF）に

ついて、水環境中(淡水･海水中)における動態変化を追

跡した。 

 廃棄物適正処理システム技術開発：高性能な風力選別

機並びにエマルション吸着材を試作し、また、脈動付与

による10μm 粒子の比重分離可能性を見いだした。プ

ラスチックについては、コロナ放電による劣化促進を確

認するとともに、適切な発熱体の利用によりマイクロ波

によるポリスチレンのモノマー化が起こることを見いだ

した。銅リサイクルでは、浸出行程における銅選択浸出

特性を高めることに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Nox、VOC、廃棄物、触媒、DPF、 

低温プラズマ、光触媒、分離、プラスチ

ック、マイクロ波 

 

［研 究 題 目］低エネルギー消費型環境負荷物質処理技

術研究開発 

［中 項 目 名］有害物質処理技術研究開発 

［研究代表者］小林 悟 

［研究担当者］尾形 敦、永長 久寛、佐野 泰三、 

根岸 信彰、清野 文雄、山崎 章弘、 

脇坂 昭弘 

［研 究 内 容］ 

 VOC 排出抑制技術の開発では、初年度は、低温プラ

ズマ、光触媒、オゾン酸化触媒法の複合化に先立ってそ

れぞれの手法が持つポテンシャルの把握とその高度化に

ついての検討状況、及びこれらの技術を有機的に結びつ

けるための必要条件について検証を行った。その結果、

各種手法の高度化の指針が得られると共に、触媒存在下

でもプラズマを利用することにより本システムの必要条

件である紫外光や相当量のオゾン発生を確認した。 

 有害物質処理プロセスのエネルギー・環境評価では、

エネルギー収支評価、ならびに環境負荷物質排出量低減

効果算出のための解析モデルの基本設計を行った。対象

として各種フッ素系化学物質の処理技術をとりあげ、そ

のエネルギー収支評価、環境影響評価を実施した。また、

環境中における動態変化に基づいたリスク評価の重要性

を検証するために、平成13年度 PRTR データにおいて、

下水への移動量が954t/年で も多い N、N-ジメチルホ

ルムアミド（DMF）について、水環境中(淡水･海水中)

における動態変化を追跡した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギー評価、環境影響評価、 

N、N-ジメチルホルムアミド、VOC、 

低温プラズマ、光触媒、オゾン酸化分解、

複合 

 

［研 究 題 目］低エネルギー消費型環境負荷物質処理技

術研究開発 

［中 項 目 名］廃棄物適正処理システム技術開発 

［研究代表者］四元 弘毅（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］四元 弘毅、田中 幹也、増田 薫、 

大木 達也、小山 和也、石田 尚之、 

小林 悟、菅澤 正己、荷福 正治 

［研究内容］ 

 使用済み製品のリサイクル残さの適正処理及びリサイ

クル技術を確立するため、有用物質を高能率、低環境負

荷で分離回収することが可能なケミカルフリー粒子分離

プロセス、放電やマイクロ波照射により、有害物質の発

生抑制と約40%の省エネルギーを目指すプラスチックリ

サイクルプロセスを開発するとともに、有用金属の電解

採取にかかる電力を1/2に削減する省エネルギー型金属

再生システムを構築することを目標とする。 

 素材分離では、0.3mm 粒子の乾式分離技術、10μm
粒子及びエマルションのケミカルフリー湿式分離技術を

開発する。プラスチックについては、コロナ放電等によ

る金属等含有の廃プラスチックの単体分離促進並びに回

収したプラスチックのマイクロ波分解等の技術を開発す

る。金属については、銅の選択浸出及び不純物除去技術
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並びに一価の銅イオンを含む溶液から純度99.99%以上

の銅を電解採取する技術を開発する。 

 本年度は、高性能な風力選別機並びにエマルション吸

着材を試作し、また、脈動付与による10μm 粒子の比

重分離可能性を見いだした。プラスチックについては、

コロナ放電による劣化促進を確認するとともに、適切な

発熱体の利用によりマイクロ波によるポリスチレンのモ

ノマー化が効率的に起こることを見いだした。銅リサイ

クルでは、浸出工程における銅選択浸出特性を高めるこ

とに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］廃棄物、リサイクル、金属、プラスチッ

ク 

 

［研 究 題 目］高温空気燃焼対応高度燃焼制御技術開発 

［研究代表者］宮寺 達雄（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］土屋健太郎、竹内 正雄、鈴木 善三、 

椎名 拡海、北島 暁雄、飯島 広子 

［研 究 内 容］ 

 高温空気燃焼技術を、微粉炭焚ボイラー、廃棄物焼却

プロセスに適用した場合の、ダイオキシン類、亜酸化窒

素、微量金属などの環境汚染物質の評価を行う。 

 平成15年度は、外熱式の小型流動層実験装置を用いて

模擬ゴミの燃焼実験を行い、塩素源としての HCl を、

その吹き込み位置を変えて供給し、PCDD/Fs 生成反応

に与える塩素の影響を調べた。その結果、HCl を塩素

源として使用しても、PVC を塩素源とした場合とほと

んど同じ結果を得ることができ、塩素源の形態は、焼却

炉内での PCDD/Fs 生成に与える影響が少ないことを

確認した。また、HCl 吹き込み位置を変えた実験を行

い、流動層部での塩素の存在は燃焼反応に強い影響を与

え、PCDD/Fs 反応の出発物質と思われるすすや PAHs
を大幅に増加させ、結果として PCDD/Fs の生成量を

増加させたものと推定された。また、これまでの実験結

果から、廃棄物焼却炉におけるダイオキシンの生成挙動

について的確な解釈が可能となった。 

 亜酸化窒素の生成量が大きい下水汚泥の流動層燃焼に

おける N2O の発生挙動を0.6～0.8MPa の加圧条件で調

べた。石炭との混焼条件では NOx は石炭に対する汚泥

の混焼率の増加により、石炭と汚泥単独の NOx 発生量

から予測される値よりも低い NOx 値を示した。これに

対し、N2O 発生量はほぼ混焼率に比例し、石炭と汚泥

から発生する N2O はほぼ独立であることが判明した。

流動層燃焼における N2O の抑制のため、流動媒体とし

て使用可能な安価な N2O 分解粒子を探索し、Ca 系粒子

が有効であることがわかった。また、下水汚泥焼却炉の

運転データより N2O 発生量を推定する手法を開発した。

汚泥中に含まれる水銀の挙動に関しては、汚泥に含まれ

る水銀の絶対量が低く、排出量についての明確な結果は

得られなかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃焼、ダイオキシン、亜酸化窒素、重金

属 

 

［研 究 題 目］環境適合型次世代超音速推進システム技

術開発 

［研究代表者］袖岡 賢（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］鈴木 雅人、井上 貴博、岡田由里子、 

佐々木信也、梅田 一徳、是永 敦、 

村上 敬 

［研 究 内 容］ 

 比重が小さくかつ耐熱限界温度の高いセラミック系機

械要素のジェットエンジンへの適用は、軽量化と無冷却

化による燃料消費率の低減により大幅な CO2削減に寄

与するものと期待されている。しかしながら、SiC/SiC
複合材等の現状のセラミックス基複合材料や、高温使用

可能な自己潤滑材料は、未だ研究開発段階にあり、十分

な高温耐久性、耐環境性が保証されていないため、劣化

挙動を解明し、耐環境性や耐久性に優れた材料を開発す

ることが、環境適合型次世代超音速推進システム実現の

ために必要不可欠である。 

 CMC の耐環境性向上技術の開発においては、耐酸化

性界面層、反応性フィラーの 適化を進め、要素技術の

統合化としてモデル材料を作製し、高温暴露後に曲げ試

験を実施するにより、耐酸化性と強度劣化抑制効果の評

価を行った。液相であるアルコキシドを用いて導入した

アルミナ界面層とムライト酸素遮蔽膜の組み合わせが、

酸化後においても高い強度と破壊抵抗を示し、 も高い

特性を有することが明らかとなった。マトリクスは、

TiO2の添加により余剰炭素を除去することで、耐酸化

性が大きく向上したが、同時に繊維／マトリックス界面

の結合力増大により、CMC としては脆化する傾向にあ

った。 

 革新的高温機械要素技術の開発においては、Al2O3系

複合材料に SiO2を添加すると耐摩耗性が大きく改善さ

れること、さらにこの Al2O3系複合材料に用いる固体潤

滑材として BaSO4、BaF2-38wt%CaF2を用いたとき低

摩擦、低摩耗な特性が得られることが分かった。 

 以上により、長時間の高温酸化劣化による強度低下の

抑制と低摩擦係数摺動材料の開発では、温度的にやや低

いものの、特性値的には目標値をクリアし、比強度につ

いては目標を達成した。この結果、目標エンジンの

CO2削減への寄与目標をほぼクリアし、より高温化への

課題等、実用化へ向けての指針を提示することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ジェットエンジン材料、セラミックス基

複合材料、耐環境性コーティング、高温

耐摩耗材料、軸受 

 

［研 究 題 目］溶接技術の高度化による高効率・高信頼
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性溶接技術の開発 

［研究代表者］小川 洋司、村井 健介（海洋資源環境

研究部門、光技術研究部門） 

［研究担当者］小川 洋司、村井 健介 

（光技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 溶接現象を解明してモデル化するために必要な、高温

度の溶融金属の物性の測定と現象の観察と解析を実施し

た。 

(1) 溶融金属の物性測定 

 高輝度放射光を用いた溶融金属の表面張力を精度良

く計測する技術開発の一環として、放射光施設

SPring-8の産業利用ビームライン BL19B2にある粉

末回折計に、試作したガス浮遊レーザー加熱システム

を設置し、レーザ加熱による高温金属の測定試験を実

施した。その結果、レーザー加熱で試料が溶融すると、

ピーク位置の低回折角側へのシフトとピーク強度の減

少が測定された。ピーク位置の低回折角側へのシフト

は、格子定数の増強、すなわち膨張によると考えられ

る。1000℃以下の試料温度において、ステンレス鋼、

軸受鋼、真鍮に対し約1.5×10-5[1/K]の線膨張係数

を算出した。また、ピーク強度の変化は、結晶構造の

微細化や新たな相変態が起こっていたことを示唆して

いる。軸受鋼では、フェライト相の微細化と炭化鉄相

（CFe15.1）の生成が確認された。 

(2) 溶接メカニズムの解明とモデル化 

 アーク溶接のメカニズムを解明するために、様々な

圧力及びガス組成下でアーク溶接を実施し、放電機構

及び溶融金属の流動現象の観察と解析を行った。溶融

金属表面に発生する高速で複雑な流れを、明瞭に観

察・計測する技術を開発した。同時にプラズマや電極

の温度の解析に重要な空間スペクトル分布を測定する

システムを開発した。開発したこれらの装置による欠

陥の生成過程の詳細な観察と解析の結果、シールドガ

ス中に微量に含まれる酸素が電極の消耗や欠陥の生成

に大きな役割を果たしていることを明らかにした。溶

融金属表面から内部に侵入した酸素は、溶融金属の流

動性を高めることや、金属内部の炭素と反応して気泡

が発生し内部の対流挙動に影響し、ローホールやアン

ダーカットなどの欠陥生成に大きな影響を与えること

を解明した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高輝度放射光、表面張力、SPring-8、
アーク溶接、温度解析、欠陥生成 

 

［研 究 題 目］エネルギーシステム総合評価基盤技術研

究開発 

［研究代表者］八木田浩史 他（ライフサイクルアセス

メント研究センター 他） 

［研究担当者］遠藤 栄一、野村 昇、玄地 裕、 

匂坂 正幸、稲葉 敦 

［研 究 内 容］ 

（目標）エネルギーの使用形態（エネルギー消費機器の

普及、効率、および使用形態）を考慮して、国別のエ

ネルギー需要を見積もる手法を開発する。 

（研究計画）人口が多い途上国（中国、インド、インド

ネシア等）を含むいくつかの国について過去のエネル

ギー需要の増加要因を、運輸部門（自動車）、民生部

門（空調機器、家電機器）の機器効率、機器普及率、

機器使用形態を含めて因子分析する。分析結果に基づ

いて、エネルギーの使用形態を考慮して将来のエネル

ギー需要を試算する手法を開発する。 

（年度進捗状況）国別の運輸部門のエネルギー消費見積

もりを深度化するため、アジア諸国を主対象として、

広範に自動車の普及量および使用形態に関する情報の

収集と整理を行った。 

具体的には、中国、インド、インドネシア、韓国、台

湾、タイ、フィリピン、シンガポール、ベトナム、マ

レーシア、香港、オーストラリア、ニュージーランド、

パキスタン、ブラジル、アルゼンチン、ベネズエラ、

コロンビア、メキシコ、サウジアラビア、イラン、ア

ラブ首長国連邦、南アフリカ、エジプト、モロッコ、

ポーランド、ハンガリー、ルーマニア、チェコを対象

として、1975年以後から現在に関して、以下の項目に

ついて情報収集・整理した。 

・自動車の普及状況：乗用車、二輪車、バス、貨物自動

車の普及台数の各国別年推移 

・自動車の生産、輸出入台数 

・自動車の使用形態：走行距離、使用年数、燃費 

・自動車旅客輸送量：各国別年推移 

・自動車貨物輸送量：各国別年推移 

・運輸部門エネルギー消費量：各国別年推移 

・パーソントリップ：各国別年推移 

・道路延長：各国別年推移 

・鉄道延長距離：各国別年推移 

・自動車販売台数：各国別年推移 

・新車・中古車割合：各国別年推移 

・クリーンエネルギー車保有台数：各国別年推移 

 以上のように、主としてアジア諸国を対象として自動

車の普及量および使用形態に関して情報の収集・整理・

分析を行った結果、自動車運輸部門のエネルギー消費量

の推定を行う際には、各国の自動車の使用条件を考慮し

た検討を行う必要性が見出された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギー需要、自動車普及、運輸 

 

・エネルギー使用合理化技術開発委託費 

［研 究 題 目］未来型 CO2低消費材料・材料製造技術 

研究開発 

［中 項 目 名］セラミックス系材料における CO2低排
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出型材料技術開発 

［研究代表者］亀山 哲也 他 

（セラミックス研究部門 他） 

［研究担当者］亀山 哲也、山東 睦夫、加藤 一実、 

三木 健、西澤かおり、鈴木 一行、 

符徳 勝、田中 清高、渡利 広司、 

安岡 正喜、西村ゆつき、横川 善之、 

穂積 篤、森岡 幸、平野 太紀、 

大橋 優喜、太田 一徳、砥綿 篤哉、 

高尾 泰正、川上 省二、楠本 慶二、

伊賀 武雄、木野瀬美佳 

［研 究 内 容］ 

 圧電応用を目的として、溶液反応を利用したケミカル

プロセス経由により、多元系機能性セラミックスを低温

で膜状化し、小型高性能電子機器への展開を図るための

基盤研究を実施した。平成15年度においては、噴霧液相

成膜装置（LSMCD）を用いた非鉛多元系セラミックス

膜の作製条件と、電磁波を用いた焼成法による焼成時間

の短縮及び焼成温度を低下させる省エネルギー型焼成法

を検討した。また、セラミックス材料の使用時における

省エネルギー化に関しては、高密度 LSI あるいはパワ

ーエレクトロニクスに使用される高熱伝導封止材フィラ

ーに使用可能な球状窒化アルミニウムの開発おいて、フ

ラックス処理により作製した単結晶質球状窒化アルミニ

ウムフィラーの粒度調整による高密度充填化技術の開発

を行った。また、窒化アルミニウム粉体表面の酸炭化に

よる耐湿性改善技術を開発した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］省エネルギー、非鉛圧電体、厚膜、高熱

伝導、フィラー 

 

［研 究 題 目］未来型 CO2低消費材料・材料製造技術 

研究開発 

［中 項 目 名］無機・有機材料系における CO2低排出 

材料技術開発／バイオマスからのプラス

チック代替材料製造技術 

［研究代表者］廣津 孝弘 

［研究担当者］遠藤 貴士、湯口 宜明、篠原 由寛、 

吾郷万里子、呉 敏、仇 武林、 

楊 立群、廣瀬 重雄（物質プロセス研

究部門） 

［研 究 内 容］ 

 CO2低排出型の環境調和複合成形材料の開発及び資源

の有効利用の観点から、未利用かつ主要なバイオマス資

源であるセルロース、キチン・キトサン等の非熱可塑性

の天然多糖類を原料として、石油系プラスチックを大幅

に代替可能な多糖系ポリマーアロイの開発を行う。この

ため、メカノケミカル法による70重量%以上の天然多糖

類を含む複合化技術、得られた複合体の成形加工技術を

開発し、製品化までの全行程で CO2の発生量を、従来

の石油系プラスチックとの比較で1/3以下にすることを

目標とする。本研究目標を達成するために、多糖系ポリ

マーと合成ポリマーとの複合化法、ポリマーアロイの熱

特性評価と界面構造解析、及びポリマーアロイの成形に

ついて研究を進める。平成15年度の主な研究結果は以下

の通りである。多糖標準物質としてセルロースを用い、

疎水性溶媒としてトルエンを添加して粉砕した結果、セ

ルロース分子鎖の集合体であるフィブリルが特異的に剥

離しながら微細化され、セルロースの結晶性を保持した

鱗片状微粒子が生成することを見出した。このセルロー

ス／トルエン前駆体とポリエチレングリコール

（PEG）とを混合粉砕すると、セルロースに親和性の

合成ポリマーPEG がセルロースフィブリル層間に進入

しポリマーアロイが生成することを明らかにした。無水

マレイン酸をグラフト化したポリエチレンまたはポリプ

ロピレンを相溶化剤として用いて、セルロース系バイオ

マスと混合粉砕あるいは溶融混練りすることにより、両

者の間にエステル結合が形成され、強度物性に優れたセ

ルロース系ポリマーアロイが製造できることを明らかに

した。セルロース成分を80wt%以上含有するセルロース

系ポリマーアロイについては、加熱圧縮成形法による板

状成形および押出成形法による連続線状押し出し成形す

ることができた。また、高結晶性セルロース含有量

20wt%および木粉含有量50wt%のポリマーアロイでは連

続的に射出成形することが出来た。これらにより、セル

ロース等バイオマス資源から実用的なポリマーアロイの

複合化技術、成形加工技術の基盤を確立することが出来

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地球環境、環境調和、二酸化炭素、化石

資源、プラスチック、バイオマス、多糖

類、セルロース、キチン・キトサン、メ

カノケミカル、複合化、相容化、界面、

エステル化、成形 

 

［研 究 題 目］次世代型分散エネルギーシステム基盤技

術研究開発 

［中 項 目 名］燃料電池用クリーン燃料製造のための支

援技術開発 

［研究代表者］葭村 雄二 他 

（環境調和技術研究部門 他） 

［研究担当者］葭村 雄二、鳥羽 誠、阪東 恭子、 

三木 康朗、松井 高史、原田 賢、 

村田 和久、斉藤 昌弘、高原 功、 

稲葉 仁、斎藤 郁夫、佐藤 信也、 

坂西 欣也、松村 明光、矢津 一正、 

古屋 武、大井 健太、坂根 幸治、 

チトラカー・ラメシュ、雪 梅、 

王 正明、石井 亮 

［研 究 内 容］ 
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（目  標） 

 石油系燃料は、容積基準のエネルギー密度が高く、供

給インフラが整備され、しかも輸送・貯蔵性が容易で安

全対策も充実しており、燃料電池普及段階の燃料（水素

源）として 有力視されている。このため、本研究では、

ガソリンやナフサ等石油系燃料を燃料電池仕様まで仕上

げる燃料製造技術、及び燃料電池仕様ガソリン等を車上

改質する水素製造技術を確立することを目標とする。具

体的には、次の3つの要素技術について研究開発を実施

する。1.「水素化精製触媒技術によるクリ-ンガソリン

製造技術の開発」、2.「酸化反応及び吸着分離技術を組

み合わせた脱硫技術の開発」、3.「クリーンガソリンの

品質基準確立のための基盤技術開発」 

（研究計画） 

 1.では、ガソリンやナフサからサルファーフリー（硫

黄濃度＜1ppb レベル）、低芳香族（＜1%）、及びオレフ

ィンフリーのクリーンガソリンを製造できる新規石油精

製触媒及び超深度脱硫用高度吸着分離技術を開発する。

2.では、ガソリン、ナフサ中の硫黄化合物を数十 ppb
レベル以下まで低減する選択的酸化反応及び吸着分離を

組み合わせた高効率新規脱硫法の開発を行う。3.では、

燃料電池用水素の原料となるガソリンの性状（ガソリン

中のナフテン分、芳香族分、S 分の濃度等）が水素製造

用改質触媒等の性能や耐久性に及ぼす影響を解明し、燃

料電池用ガソリンの品質基準の確立を支援する。 

（年度進捗状況） 

 水素化精製用貴金属触媒によるガソリンのクリーン化

技術に関して、昨年度開発した低温作動型貴金属系触媒

（Pd-Pt/Yb-USY ゼオライト触媒）を用い、ガソリン

の主基材である重質ガソリン留分の高度精製を行った。

重質ナフサ（硫黄量＝244.7ppm）を用いた場合、硫黄

濃度0.93ppm、オレフィン0.03～0.04wt%、芳香族1.2

～1.7wt%の超低硫黄・低芳香族・低オレフィンのクリ

ーン重質ナフサが得られた。モデルガソリンによりオレ

フィンと硫化水素との付加（リコンビネーション）反応

特性について検討した結果、200℃以上ではリコンビネ

ーションは殆ど見られないことを確認した。一方､難反

応性硫黄化合物の高度吸着分離技術では､イオン交換反

応により遷移金属を担持させたシリカゲル系およびゼオ

ライト系吸着剤が模擬クリーンガソリン中のチオフェン

低減に有用であることを見出した（硫黄量＝5.7ppm か

ら1ppm 以下に低減）。酸化反応・吸着分離を組み合わ

せた完全脱硫技術の開発では、溶媒として酢酸を用いる

ことにより、モデルガソリン中のベンゾチオフェンをよ

り速やかに酸化処理できることがわかった。また、吸着

分離では、ナフサにベンゾチオフェンジオキシド

（BTDO）を加えたモデル溶液での効果を検討し、

1ppm 以下の硫黄濃度を達成できることを明らかにした。

また、溶剤抽出法による硫黄化合物除去法の検討から、

抽出法が吸着法と同等またはそれ以上の効果があること

を確認した。クリーンガソリンの品質基準確立のための

基盤技術開発では、800℃でモデル化合物中に25vol.%
まで芳香族を共存させて反応させた結果、Ni/Sr/ZrO2

触媒の劣化は起こらず、O/C 比1.57程度の酸素の共存

によっても性能の低下は起こらないことが分かった。高

濃度の硫黄化合物存在下（硫黄量＝約100ppm）では、

レニウム又はランタンを5wt%程度担持することにより

耐硫黄性が改善されることを世界で初めて見出した。硫

黄量10ppm 存在下では100時間以上の触媒安定性を確認

した。一方､CO シフト触媒の検討では、500℃～650℃

で焼成した Cu/ZnO/ZrO2/Al2O3触媒が、従来の Fe/Cr
系触媒よりも約2倍高活性であることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］サルファーフリーガソリン、貴金属系水

素化精製触媒、脱硫吸着剤、酸化脱硫、

燃料電池、ガソリンモデル物質、水蒸気

改質、Sr 修飾 Ni/ZrO2触媒、低温 CO
シフト、4成分触媒（Cu/ZnO/ZrO2/ 

Al2O3） 

 

［研 究 題 目］次世代型分散エネルギーシステム基盤技

術研究開発 

［中 項 目 名］新規水素貯蔵材料開発のための支援技術

開発 

高効率光触媒による水からの水素の直接

製造 

［研究代表者］荒川 裕則 

［研究担当者］荒川 裕則、佐山 和弘 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 
 太陽光による光触媒水分解水素製造の効率的なシステ

ム設計の為、水からの酸素発生能力の高い可視光応答性

の酸化物半導体を探索するとともに、それらの薄膜化技

術を検討し、高性能な多孔質薄膜電極光触媒を開発する。

将来的には太陽光エネルギー変換効率2%の水素製造シ

ステムを実現するための基礎要素技術を開発する。平成

15年度は、可視光応答性の酸素発生能力の高い新酸化物

半導体を探索する。さらに、上記で探索した酸化物半

導体を用いた薄膜電極光触媒の作製法について検討し、

高品位薄膜電極光触媒を開発する。 

年度進捗状況 
 酸化物ナノ微粒子が緩やかな結合で積層した多孔質薄

膜電極は、電解液が電極内部まで浸透でき、電荷の移動

距離が従来の電極より著しく短いので、高性能化が期待

される。電荷分離機構の点では、空間電荷層を利用する

従来電極型ではなく、光触媒の機構に類似している。ま

ず、見い出した BiVO4について多孔質薄膜電極の作製

を検討した。薄膜調製法については、いくつかの方法を

検討し、Metal Organic Decomposition 法（MOD 法）

が優れていることがわかった。光吸収率（LHE）スペ
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クトル測定では500nm までの吸収を示し、光電変換効

率（IPCE）スペクトル測定では475nm までの光応答性

が観測された。420nm におけるバイアス下の見かけの

量子収率は29%に達した。この値は可視光では WO3に

次いで高く、複合酸化物電極としては も高い値である。

複合酸化物を探索すれば、高性能な半導体電極を作成で

きる可能性を示した点で意義が大きい。この BiVO4多

孔質薄膜電極光触媒システムの構築により太陽エネルギ

ー変換効率が、従来の光触媒における性能（0.03%）か

ら約5倍向上し、太陽光エネルギー変換効率0.15%（バ

イアスロスを考慮）まで向上した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、光電極、可視光、水の分解、水

素製造 

 

［研 究 題 目］ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開

発 

［中 項 目 名］超臨界流体利用環境負荷低減技術 

［小 項 目 名］超臨界流体による特異的有機合成技術の

研究 

［研究代表者］新井 邦夫 他 

（超臨界流体研究センター 他） 

［研究担当者］鳥居 一雄、生島 豊、白井 誠之、 

鈴木 明、林 拓道、畑田 清隆、 

倉田 良明、佐々木皇美、増田 善雄、 

佐藤 修、川波 肇、金久保光央、 

相澤 崇史、伯田 幸也（職員14名） 

［研 究 内 容］ 

１．目標 

 化学プロセスにおいては、環境負荷低減、省エネル

ギー、省資源を実現するための新技術が求められてい

る。高温・高圧の状態にある流体の一種である超臨界

二酸化炭素や超臨界水等のいわゆる超臨界流体は、従

来から使用されてきた有害な有機溶媒の代替としてば

かりではなく、特異な機能を持つ媒体として注目され

ている。本研究では、超臨界流体を用いた環境調和型

の有機合成反応プロセスの基本技術開発を加速させる

ために超臨界流体の溶媒特性や反応ダイナミックスの

解明を目的とする。 

２．研究計画 

 高温・高圧の状態にある流体の一種である超臨界水、

二酸化炭素等を反応場とする、環境調和型の反応・プ

ロセス技術を開発する。同時に、これらの技術開発を

支援するために、in-situ 測定技術等を用いて超臨界

流体の溶媒特性や反応ダイナミクスを解明する。この

ような観点から、以下の研究を実施する。 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成技術の研究開発、 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を用いた有機合成技術の

研究開発、 

(3) 流体特性の解明研究 

３．平成15年度進捗状況 

(1) 超臨界水反応場を用いた有機合成技術の研究開発 

 有機溶媒中ではパラジウム触媒を必要とする炭素

間カップリング反応が無触媒超臨界水中で進行する

ことを見出した。超臨界水条件（377℃、25MPa、
10分）でヨードベンゼンとスチレンから収率56%で

スチルベンが得られた。 

(2) 超臨界二酸化炭素反応場を用いた有機合成技術の

研究開発 

 二酸化炭素を溶媒とし酸化マグネシウム触媒を用

いてアセトアルドールの縮合反応について検討し、

圧力によって生成物の選択性を制御でき、アセトア

ルドール（二酸化炭素圧＜5PMa、収率73%）とク

ロトンアルデヒド（二酸化炭素圧＞12PMa、収率

96%）が得られることを見出した。 

(3) 流体特性の解明研究 

 高圧 MRI 測定システムと高圧電気伝導度測定セ

ルの開発を行った。液体溶媒に二酸化炭素を加圧・

溶解していくと、臨界点近傍で顕著な体積膨張が起

こることが高圧 MRI 法による画像から観察された。

この膨張液体中では二酸化炭素の加圧にともない、

拡散係数が増加することが確認された。また、イオ

ン性液体に二酸化炭素を加圧・溶解すると体積膨張

はそれほど認められないが、電気伝導度は顕著に増

加しイオン性液体中の物質輸送が大幅に改善される

ことを明らかとした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界水、超臨界二酸化炭素、有機合成、

触媒、流体特性 

 

［研 究 題 目］ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開

発 

［研究代表者］春田 正毅 

［研 究 内 容］ 

 化学産業における抜本的な省エネルギー化を実現する

ためには、反応工程や分離・濃縮工程等の単なる改良で

はなく、新規な媒体や触媒、あるいは分離手法、さらに

はそれらを組み合わせた革新的な化学プロセスの開発を

目指す必要がある。そのため、本研究では以下の5分野

において特に重要と考えられる課題に取り組む。a) 新
規な媒体として、超臨界二酸化炭素や超臨界水等の超臨

界流体を取り上げ、その特異な性質を利用する新しい反

応場の確立を目指す。また、HCFC-123に代わる大型冷

凍機用の候補化合物の評価と選択を行う。b) 反応につ

いては、汎用化成品の製造技術として 大の生産量

（20%以上を占める）を有する酸化反応の省エネルギ

ー・省資源化を目指して、気相一段エポキシ化や膜反応

器による直接水酸基導入プロセス等の開発に取り組む。

c) 化学プロセス全体の60%～70%のエネルギーを消費

している反応物・生成物の分離・濃縮では、蒸留に代わ
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る新しい技術として分離膜や吸着剤を用いる方法の開発

を行う。d) 化学製品の 終処理ではセルロース系天然

高分子の漂白を取り上げて、ハロゲン系薬剤を用いない

新しい省エネ型漂白技術の開発を行う。e) 革新的化学

プロセスのエネルギー・環境評価では、エネルギー低減

効果や環境影響リスクの定量的評価手法を開発する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、省資源、革新的化学プロ

セス 

 

［研 究 題 目］ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開

発 

［中 項 目 名］省エネルギー型グリーンプロセス研究 

開発 

［研究代表者］春田 正毅（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］（環境調和技術研究部門）春田 正毅、 

テッド大山、高橋 厚、坪田 年、 

伊達 正和、前田 泰、Lu Jiqing、 
Chouwdhury Biswajit、濱川 哲康、 

原谷 賢治、溝口 敬信、藤原 一郎、 

内丸 祐子、須田 洋幸、柳下 宏、 

根岸 秀之、中岩 勝、遠藤 明、 

山本 拓司、村田 和久、稲葉 仁、 

三村 直樹、林 輝幸、大内秋比古、 

鈴木 利明、猿渡 篤、佐藤 一彦、 

碓井 洋子、劉彦 勇 

［研 究 内 容］ 

 化学産業における抜本的な省エネルギー化を実現する

ためには、化学プロセスにおける反応、反応物、生成物

の分離・濃縮、化学製品の 終処理の各工程について、

根元的課題を抽出し、その解決策を見出すことが も有

効である。(1)化学製品の 終処理では、セルロース系

天然高分子の漂白を取り上げて、ハロゲン系薬剤を用い

ない新しい環境調和型省エネルギー漂白技術の開発を行

う。(2)反応物・生成物の分離・濃縮では化学プロセス

全体の60%～70%のエネルギーを消費しているので、蒸

留に代わる新しい技術として分離膜や吸着剤を用いる省

エネルギー的方法の開発を行う。(3)反応については、

汎用化成品の製造技術として 大の生産量（20%以上を

占める）を有する酸化反応の中で、難度は高いが省エネ

ルギー・省資源効果の大きい反応を取り上げ、それらを

高選択的に進めることのできる革新的触媒の開発に取り

組む。平成15年度の進捗状況を以下に記す。 

(1) 省エネ型光漂白技術の研究開発 

 非塩素系薬剤を用いた室温光照射により、従来法以

上の白色度と79%の省エネルギー効果（従来法の21%
のエネルギー消費量）を持つ綿布の光酸化漂白法の開

発に成功した。 

(2) 新規材料を用いた分離・濃縮技術の研究開発 

 深冷分離法に比較して消費エネルギーが50%以下の

ポテンシャルの O2/N2分離性能を持つ、Cu を分散し

た炭素膜の調製法に成功した。Pd 分散炭素膜は H2/ 

N2分離係数が約6000であり、少量の Pd 含量で金属

Pd 膜に匹敵する水素分離膜の調製法に成功した。

PSA 吸着による O2/N2分離が実用的な性能を持つ、

微細孔を制御したカーボンクライオゲルを調製するこ

とができた。 

(3) 高選択性酸化触媒の研究開発 

 気相一段エポキシ化について、水素・酸素共存下で

反応させる金担持酸化物触媒系では、選択率90%・初

期プロピレン転化率10%を達成できた触媒について、

連続運転を目指した検討から効果的な再生法を見出し

た。酸素のみによる修飾ゼオライト系では、新たに

Ti や Al を含むヘキサゴナルメソポーラスシリカ

（HMS）触媒に酸素のみからの気相エポキシ化活性

があることを確認すると共に、同じ触媒系を

Pd(OAc)2/酸素/メタノール溶媒中で用いると、液相

系でのエポキシ化反応に有効であることを見出した。

さらに、新規触媒系では2核チタン錯体触媒系など有

望な触媒系を見出しつつある。 

 シクロヘキセンからのアジピン酸合成に関しては、

当初触媒活性を10倍程度向上させる計画であったが、

現在は5倍ほどにとどまっている。引き続き高活性触

媒の探索を引き続き行うと共に、回収・再使用性の向

上を目指した検討を開始する。シクロヘキサノン、シ

クロヘキサノールからのアジピン酸合成では、新しい

触媒系を開発することができた。無溶媒条件下、

100g スケールの反応でもアジピン酸を収率、選択率

共に良好に単離することができ、当初計画以上の達成

度である。また当初計画にはなかったが、シクロヘキ

センからジオール合成の触媒を新たに見出すことがで

きた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハロゲンフリー酸化漂白、分離・濃縮、

選択性酸化触媒 

 

［研 究 題 目］ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開

発 

［中 項 目 名］革新的化学プロセス技術開発 

［研究代表者］水上富士夫（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］水上富士夫、鈴木 敏重、小野寺嘉郎、 

丹羽 修一、横山 敏郎、松永 英之、 

清住 嘉道、花岡 隆昌、濱川 聡、 

蛯名 武雄、和久井喜人、川合 章子、 

長瀬多加子、佐藤 剛一、池田 拓史、 

西岡 将輝、小村 賢一、長谷川泰久、 

Tanaka Alfredo、Bere Kossi 
物質プロセス研究部門 

伊藤 直次、早川 孝、折田 秀夫、 

角田 達朗、渡邊 昭雄、向田 雅一、 
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小林 清 

機械システム研究部門 

前田龍太郎 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目標：従来極めて困難とされてきた、

分子状の酸素による直接・一段階での芳香環への水酸

基導入を可能にするため、効率的な膜型反応器の開発

を実施し、化学反応プロセスでの大きな省エネ効果の

実現を目指す。 

2) 研究計画：本研究では、直接水酸基導入反応による

芳香族アルコールのグリーン製造プロセスを開発・確

立するため、1)酸素や水素を選択的に透過・活性化す

る無機系膜開発、2)膜を組み込んだ反応器（膜型反応

器）の開発、3)膜型反応器を反応へ適用し、フェノー

ル等芳香族アルコール合成への 適化を行う。同時に

これらの実現に必要な周辺基盤技術の確立を目指す。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要：パラジウム膜

による芳香族化合物の直接水酸基化プロセス開発では、

反応膜・反応器の改良から、より安定な試験操作が可

能となり、フェノール選択率95%、ベンゼンの転換率

で15%を達成した。また生成物解析から反応の全体像

を明らかにした。無電解メッキ法による水素透過膜開

発では、パラジウム膜で水素／窒素の分離係数10,000

を達成するとともに、欠陥の少ないパラジウム－銀合

金膜の作製に成功し、透過選択性として水素／窒素＝

500-800（300℃）を達成した。た。酸素イオン－電子

混合導電膜開発では、複合材料膜が所定の条件で1ml
（室温・大気圧）/min・cm2以上の酸素透過速度を示

すことを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］膜利用技術、グリーンプロセス、選択透

過膜 

 

［研 究 題 目］ミニマム・エナジー・ケミストリ研究開

発 

［中 項 目 名］高効率冷媒合成・利用技術 

［研究代表者］山辺 正顕 

［研究担当者］関屋 章、田村 正則、権 恒道、 

松川 泰久、水門 潤治、杉江 正昭、 

内丸 忠文、深谷 治彦、徳橋 和明、 

田中 克己、忽那 周三、陳 亮、 

高橋 明文、滝澤 賢二、阿部 隆、 

近藤 重雄 

［研 究 内 容］ 

1) 目標 

 大型のターボ式冷凍機用冷媒として CFC-11に代わ

り HCFC-123が使用されて来たが、HCFC-123はモ

ントリオール議定書により規制され、これに代わる優

れた代替物はまだ見つかっていない。そこで、候補化

合物の評価とそれらの比較検討から低環境負荷ならび

に省エネルギー性を反映した指標を提案し、これに基

づいて大型冷凍機用代替冷媒を選択することを目指す。

省エネ効果としては、吸収式冷凍機に比べて10%の改

善を期待している。 

2) 研究計画 

 環境への負荷が低い代替冷媒の選択に必要な基礎的

研究として、種々の化合物の環境影響評価、燃焼性等

の安全性評価、及び物性評価に関する知見の蓄積、そ

の予測手法の開発、候補化合物の合成法の検討を行う。

これらの知見に基づき化合物を総合的に評価して環境

への負荷の低い大型冷凍機器用冷媒の選択指針の提案、

化合物の選択を行う。 

3) 本年度進捗状況 

沸点0℃以下の含フッ素化合物に対して冷凍サイクル

計算により冷媒性能を評価した。環境影響評価として

原理の異なる2種の測定法を用いて OH ラジカルとの

反応速度測定を行い、評価対象化合物のうち4化合物

について大気寿命を求めた。燃焼限界の測定に着手し、

5化合物について燃焼限界の値を得た。対象化合物の

毒性について調査を行い、1化合物は Ames 試験が陽

性であることがわかった。さらに、熱安定性について、

計算化学的な熱分解温度の予測を試み、実験値にかな

り近い値を得ることができた。合成法の評価として、

対象化合物の既存合成法についてランク分けを行った。

また、環状骨格を持つ化合物についてより効率的な合

成法の探索を進め、新たな合成方法を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］代替物、冷媒、大型冷凍機 

 

［研 究 題 目］超低損失・省エネルギー型デバイスシス

テム技術研究開発 

［研究代表者］荒井 和雄（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

 今後、太陽光発電などの分散電源の導入の進展に伴い、

電力ネットワークのエネルギー損失低減が重要な課題と

なると考えられる。また、情報通信機器の急速な普及に

伴う電力需要の急増を回避するために、情報通信機器の

抜本的な低消費電力化が求められる。本事業では、電力

変換器等のパワーエレクトロニクスおよび情報通信機器

の革新的な省エネルギー化を図り地球温暖化の抑制に貢

献する。また、このような技術革新により、国際競争力

のある新たな省エネルギー半導体産業の創出と同時に、

電力機器、情報通信機器両分野での民間需要、雇用の創

出を図る。 

 本事業では、電力ネットワーク、電力機器の省エネ化

を目指し、インテリジェントビル等のローカルエリア電

力ネットワーク内の無停電電源設備、電力消費機器など

を超低損失電力変換器で結合し、エネルギー利用効率の

高いシステムを形成するためのネットワーク設計技術、
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各種制御技術等の研究開発を行う。また、SiC 素子など

を利用した小型・超低損失電力変換器のための高密度実

装・モジュール化技術等の基盤技術を開発する。 

 さらに情報通信機器の省エネ化を可能とする基礎・基

盤技術として、画像表示部や演算回路をワンチップにシ

ステム化し、情報処理内容に応じて 適パワーマネージ

メントを行うことにより、情報通信機器の抜本的省エネ

ルギーを可能とするインテリジェントシステムチップの

研究開発、ならびに視認性に優れ、省エネルギー効果の

大きな自然光活用ディスプレイの研究開発を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］超低損失電力変換器、ワンチップシステ

ム化、自然光活用ディスプレー 

 

［研 究 題 目］超低損失・省エネルギー型デバイスシス

テム技術研究開発 

［中 項 目 名］超低損失電力モジュール技術開発  

［研究代表者］荒井 和雄（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］荒井 和雄、奥村 元、福田 憲司、 

西澤 伸一、高橋 徹夫、清水 三聡、 

沈旭 強、田中 保宣、石田 夕起、 

加藤 智久、小杉 亮治、先崎 純寿 

［研 究 内 容］ 

 SiC や GaN の超低損失素子の特長を生かした小型・

低消費電力の電力変換器（スイッチ、インバータなど）

を実用化するための基盤技術を開発する。素子の高性能、

プロセスの高度化、デバイスの信頼性の向上を図ると共

に、モジュール化に適したデバイス設計、実装、技術の

モジュール化基盤技術の確立を図る。 

 平成15年度は、超低損失デバイス回路・実装シミュレ

ーションの基盤技術を確立すると共に、SiC 半導体物性

値限界を拡大する SiC デバイス構造の設計と試作を行

った。また、MOSFET のオン抵抗低減、GaN 大電流

HEMT デバイスの試作基盤を確立するとともに、SiC
デバイス化プロセス高度化を図る。これらの目的に対し、

SiC-MOS での低オン抵抗化のデバイス実証、新たな低

オン抵抗化の可能性をもつ C 面プロセスの提案、高

速・大電流・大電圧実装開発の方向性の確認、SiC のオ

フ無し基板へのエピタキシャル成長技術の開発、GaN-

MOCVD 法の導入と MBE 成長法の高度化とパワーデ

バイス構造の提案・試作を行い、目標を達成した。 

 具体的には、超低損失電力モジュールの実現へ向けて、

SiC および GaN について、パワーモジュールを目指し

たデバイス試作をすすめ、SiC 横型 MOS で、損失、ス

イッチング特性とも Si 素子を上回ることを確認した。

さらに、さらなる低損失化の可能性をもつ C 面のポテ

ンシャルを示した。 

 モジュール化基盤技術としは、アナログシミュレーシ

ョン概念を提案し、超高速ハードドライブ寄生パラメー

タ無しの実験回路を実現し、目的とする評価が可能であ

ることを確認した。 

 SiC エピタキシャル成長技術においては、技術的にも

実用的にも重要なオフ角ゼロ基板上への成長という新た

な発見をし、デバイスへ展開を図る予定。窒化物半導体

高品質ウエハー作製のために、MOCVD 装置を導入が

でき、MBE 成長技術がさらに高度化したので、その技

術のパワーデバイスへの展開を図る。また、AlGaN/ 

GaN HEMT の低リーク電流ゲート構造として、SiO2 

MOS 構造を試作し、その効果を確認したことにより、

モジュール化デバイスの候補として有力になった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC、パワーモジュール、パワーMOS
デバイス、GaN、オン抵抗 

 

［研 究 題 目］超低損失・省エネルギー型デバイスシス

テム技術研究開発 

［中 項 目 名］超低損失素子利用ネットワーク技術開発 

［研究代表者］石井 格（パワーエレクトロニクス研究

センター） 

［研究担当者］八尾 勉、近藤 潤次、山口 浩、 

村田 晃伸（電力エネルギー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 電力ネットワーク、電力機器の省エネ化を目指し、イ

ンテリジェントビル等のローカルエリア電力ネットワー

ク内の無停電電源設備、電力消費機器などを超低損失電

力変換器で結合し、エネルギー利用効率の高いシステム

を形成する場合の、システム構成とそこでの電力変換器

の仕様、および超低損失電力変換器の適用効果について

の研究開発を行う。 

 平成15年度は、分散電源や電力貯蔵と電力系統との接

続点に用いられる電力変換器に超低損失電力素子を適用

した場合の効果について、分散電源や電力貯蔵装置の種

別に応じた効果を定量的に明確にした。 

 具体的には、降圧チョッパと系統連系用インバータと

を取り上げ、SiC の適用効果を定量的に計算した。その

結果、Si 素子を用いたものに比べて損失が1/2～1/3に

低減できることと、 適搬送周波数が灼2倍になること

により小型化も実現できることを示した。またビル内の

配電システムへの適用についても検討し、損失低減効果

を定量的に示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ローカルエリア、電力ネットワーク、超

低損失電力素子 

 

［研 究 題 目］超低損失・省エネルギー型デバイスシス

テム技術研究開発  

［中 項 目 名］省エネルギーLSI システム技術開発 

［研究代表者］伊藤 順司（パワーエレクトロニクス研

究センター） 
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［研究担当者］鈴木 英一、金丸 正剛、田上 尚男、 

石井 賢一、清水 貴思、柳 永勛、 

坂本 邦博、松川 貴、長尾 昌善、 

昌原 明植、八瀬 清志、斉藤 和裕、 

吉田 郵司、榊原 陽一、谷垣 宣孝、 

仁木 栄、山田 昭政、 

Paul Fons（ポール フォンス）、 

松原 浩司、岩田 拡也、柴田 肇 

［研 究 内 容］ 

 情報通信機器の省エネ化を可能とする基礎・基盤技術

として、画像表示部や演算回路をワンチップにシステム

化し、情報処理内容に応じて 適パワーマネージメント

を行うことにより、情報通信機器の抜本的省エネルギー

を可能とするインテリジェントシステムチップの研究開

発、ならびに視認性に優れ、省エネルギー効果の大きな

自然光活用ディスプレイの研究開発を行う。 

 平成15年度は、自発光型オンチップディスプレイ技術

では、ドライバと走査ドライバを内蔵した16×16画素構

成のディスプレイ用電子源を設計製作、HfC 被覆シリ

コンエミッタの開発により真空封止管での長時間動作を

可能にするなど、シリコンエミッタと n-MOSFET 論

理回路の混載作製プロセス開発を大きく進めた。ダイナ

ミック制御低消費電力 LSI（大規模集積回路）技術では、

XMOS（2重ゲート構造 MOS）素子の二つのゲートを

独立させて機能させる4端子動作に世界で初めて成功し、

しきい値電圧を自在に制御できることを実証し、ダイナ

ミックなパワー制御をおこなう低消費電力 LSI の実現

に目処をつけた。 

 省エネルギー発光素子技術開発においては、光の三原

色発光色素のスクリーングから50mW の近赤外レーザ

ー光（780nm）の照射により、千～万倍の輝度向上を達

成するとともに、300μ秒の応答速度を達成した。一方、

低抵抗透明導電膜の開発においては、イオンプレーティ

ング（IP）法により良質透明導電膜の製膜を150℃以下

でプラスチック基板上でも成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］フィールドエミッションディスプレー、

2重ゲート構造 MOS、省エネルギー発光

デバイス 

 

・電源多様化技術開発等委託費 

［研 究 題 目］フライホイール電力貯蔵用高温超電導軸

受技術開発 

［研究代表者］西郷 宗玄 他（スマートストラクチャ

ー研究センター 他） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 高温超電導軸受の技術進歩により支持軸受損失の極め

て小さいフライホイール電力貯蔵装置の実用化見通しが

得られつつある。非接触で支持される高速巨大回転体シ

ステムの信頼性と安全性の確保は重要な技術開発課題の

一つである。本研究では、超電導軸受の低剛性を補償し

てシステムの安全性を確保する制御型磁気軸受の信頼性

向上化制御手法の開発(高性能化技術)と CFRP（炭素

繊維強化プラスチックス）をフライホイール材として使

用する際の長期信頼性の評価および真空中での繊維-マ

トリクス界面劣化機構の解明を行う。 

【研究計画】 

（高性能化技術）フレキシブル結合されたフライホイー

ルを持つ回転軸システムでの制御型軸受性能の向上を図

るため、制御不安定の防止を図る制御法の開発および磁

場非線形性を考慮した制御法の開発を行う。（クリープ

特性）真空中で長時間連続運転を行う電力貯蔵用フライ

ホイール材料のクリープ特性評価を行うとともに加速試

験法を検討する。さらに、繊維-マトリクス界面の劣化

機構を解明する。 

【年度進捗状況】 

（高性能化）昨年度開発した適応型非線形制御のロバス

ト性能を向上化させるため H∞非線形制御アルゴリズ

ムを開発し、実験により有効性を検証した。また、適応

型非線形制御による基礎加振実験を行った。さらに、ジ

ャイロ効果を考慮できる拡張低次元化モデルを開発した。 

（クリープ特性）引張破断荷重の95%前後の負荷をかけ、

大気中及び真空中で500h を目安として CFRP の繊維軸

方向引張クリープ試験を行った。その結果、大気中と真

空中では大きな差は無いことが分かった。さらに、長時

間の特性を予測するための加速試験法の検討として、

95℃及び123℃で引張試験を行った。 

［分 野 名］エネルギー 

［キーワード］エネルギ貯蔵、フライホイール、超電導

軸受、制御型軸受、CFRP、クリープ 

 

［研 究 題 目］フライホイール電力貯蔵用高温超電導軸

受技術開発 

［中 項 目 名］高性能化技術開発 

［研究代表者］西郷 宗玄（スマートストラクチャ研究

センター） 

［研究担当者］西郷 宗玄、セリム・シブリオグル  

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 超電導軸受の低剛性を補償してシステムの安全性を確

保する制御型磁気軸受の信頼性向上を図るため、従来制

御でしばしば発生する不安定化を回避する制御手法の開

発と地震や事故時のバックアップ性能向上を目指した制

御手法の開発を行う。 

【研究計画】 

 フレキシブル結合されたフライホイールを持つ回転軸

システムでの制御型軸受の制御不安定の防止を図る制御

法の開発および磁場非線形性を考慮した制御法の開発を

行う。制御不安定の防止対策制御法として低次元化モデ
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ルを用いた 適制御の検討を行う。また、保護軸受負荷

軽減制御やゼロバイアス制御を目指す磁場非線形を考慮

した制御法の開発を行う。 

【年度進捗状況】 

1) 制御アルゴリズムのロバスト化と基礎加振実験によ

る検証 

 昨年度開発した適応型非線形制御のロバスト性能を

向上化させるため H∞非線形制御アルゴリズムを開

発し、実験により有効性を検証した。適応型アルゴリ

ズムでは30rps 以上の回転が得られなかったが、H∞

制御で100rps の回転制御が実現した。さらに、アン

バランス応答信号相殺制御による制御アルゴリズムを

開発した。アンバランス相殺制御を併用すると、

40rps で振幅が1/10となり、制御電流も80%程度に低

減できることが分かった。また、適応型非線形制御に

よる基礎加振実験を行った。地震を想定して加振周波

数を10Hz とし、加振振幅を 大1G まで印加して実

験を行った。現在開発のアルゴリズムでは1G で

30rps 程度まで、0.3G で定格の100rps まで回転可能

であることが分かった。 

2) ジャイロ効果を考慮できる拡張低次元化モデルの開

発 

 昨年度までに開発した、質点要素近似低次元化モデ

ルは剛体振動モードを考慮できないため、剛体要素近

似低次元化モデルを開発し、 適制御を適用してその

有効性を確認した。 

［分 野 名］エネルギー 

［キーワード］磁気軸受制御、フライホイール、非線形

制御、 適制御、 

 

［研 究 題 目］フライホイール電力貯蔵用高温超電導軸

受技術開発 

［中 項 目 名］軸受関連部材のクリープ特性に関する研

究 

［研究代表者］藤田 和宏（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］藤田 和宏、袖岡 賢、永井 功 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 CFRP 製フライホイールの真空中での長期信頼性を

確保するための研究を行う。 

【研究計画】 

 フライホイールのロータ材料として想定されている

CFRP の長時間の使用に於ける問題点を把握するため、

ロータ材で高負荷となる CFRP の繊維軸引張方向の、

真空中に於ける CFRP のクリープ特性の評価を行う。 

【年度進捗状況】 

 昨年度までに作製した装置を用い、引張破断荷重の

95%前後の高い負荷をかけ、大気中及び真空中で500h
を目安として CFRP の繊維軸方向引張クリープ試験を

行った。引張破断荷重の94%及び96%の負荷でのクリー

プ試験において、それぞれ0.01、0.1、1、10、100、

500h までに破断しなかった試料の割合を求めた。試験

開始後数分以内に破断しなかった試料はそのまま100h
程度まで破断しない場合が多く、また、大気中と真空中

では大きな差は無く、少なくとも真空中の方が大気中よ

りも破断しやすいということは無いことが分かった。 

 引張試験では長時間になるほど接着部分の影響が大き

くなるため試験に不具合が生じやすくなる。その影響を

極力抑え、またより長時間の特性を予測するためにも加

速試験が必要である。そこで、試料の接着部分には影響

が少なく、試料中心部分のみ高温にすることができる電

気炉を作製した。これを用いて、95℃及び123℃で引張

試験を行ったところ、室温での引張強度に比べて95℃で

88%、123℃で81%となった（試験数3の平均）。これら

は軸方向の引張に関しても時間－温度換算則の適用可能

性を示唆している。また、クリープ試験においても試料

を加熱状態で試験できる同様の炉の作製も行った。 

［分 野 名］エネルギー 

［キーワード］CFRP、フライホイール、クリープ 

 

［研 究 題 目］太陽光発電技術開発 

［中 項 目 名］太陽光発電システム実用化のための解

析・評価 

超高効率太陽電池製造技術実用化のため

の解析・評価 

安価に製造できる新規な色素増感型太陽

電池の評価 

［研究代表者］荒川 裕則 

［研究担当者］荒川 裕則、佐山 和弘、原 浩二郎 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 色素増感太陽電池は、従来の pn 接合型太陽電池と光

吸収が異なるため、従来の太陽電池で用いられてきた効

率評価法が利用出来ない可能性がある。例えば、吸収波

長が色素により異なるため、通常の効率測定方式が利用

しにくい。そこで、色素増感太陽電池の精密な評価方法

を確立するための検討を行う。 

年度進捗状況 

 効率測定時の誤差要因に関しての様々な検討を行った。

セル自体について反応履歴が少なく、長時間安定に動作

する封止セルを作成できた。当該セルを用いて I-V 特性

の測定条件（保持時間、取込積算時間、送引方向）につ

いて検討した。真の効率を得るためには、保持時間はこ

のセルに関しては、 低60ms は必要であることが分か

った。取込積算時間は10ms 以上が良かった。マスクに

関しては光の回り込みの影響が大きいこと、適切なマス

ク窓選択とその設置方法が重要であることが分かった。

結果的に、I-V 特性の測定方法およびセルの端子接触方

法のガイドラインを構築できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］太陽電池、色素増感太陽電池、評価方法、

太陽エネルギー変換効率、光吸収率 

 

［研 究 題 目］エネルギーシステム総合評価基盤技術研

究開発 

［研究代表者］赤井 誠 

［研究担当者］赤井 誠 

［研 究 内 容］ 

 環境制約下における今後のエネルギー技術開発やエネ

ルギー政策に関する意思決定は、従来の経済性、技術的

特性、および国家の安全保障政策といった見地のみでな

く、時空間的により広範な視点に基づくべきであるとの

認識が高まっており、特に政府による技術開発プログラ

ムにおいては、アカウンタビリティの確保といった面か

らも、これらを包括的にとらえた技術評価と、それに基

づいた技術開発戦略の策定と実践が必須となる。本研究

では、新規発電技術などの新エネルギーシステム技術と

地球環境対策技術の、リスクと便益に対する公衆の認知

についての調査と分析に基づき、これらの技術導入にか

かるコスト－便益評価を行う手法を開発し、種々の側面

での意思決定プロセスに資することを目的としている。

具体的には、次のような研究を実施する：(1)社会コス

ト評価システムの設計【リスク認知度に相違があると見

なされる技術を想定し、技術に対するリスク認知に基づ

いた社会コストの測定を行うためのシステムを設計する。

また、研究事例の殆どない、環境外部コスト以外の社会

コストの定量化手法についても検討を行う。】；(2)社会

コストに関する調査と分析【技術の導入に係る社会コス

トを構成する項目のうち、顕著な値を示すと予想される

健康被害や環境影響について、リスク認知の分析を可能

とする仮想市場法（CVM）に基づく調査を実施するた

めのシステムを開発し、実際の調査を通じて、幾つかの

選定した技術に対する便益及び社会コストの評価を行

う。】；(3)社会コスト評価システムの開発【上記で開発

した手法及び得られたデータに基づき、技術の導入に係

る社会コスト及び便益を評価するための手法・システム

を確立する。】；(4)施策（電源立地、リスクコミュニケ

ーション）への適用方法の検討【文献調査および複数の

専門家との討議を元に、①意思決定：費用便益分析、リ

スク便益分析、②リスクコミュニケーション:合意形成

のための Public communication 戦略への適用、の観点

から、施策への適用方法について検討を行う。】 

 本年度は、分散型エネルギーシステムの外部性評価シ

ステムのプロトタイプの完成と、CO2隔離に関するリス

ク認知の予備調査を完了した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］外部性、便益、支払い意思額、WTP、

リスク、認知 

 

 

－中小企業産業技術研究開発委託費－ 

［研 究 題 目］シナジーセラミックスの技術開発 

［研究代表者］神崎 修三（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 

［研究担当者］淡野 正信、藤代 芳伸、柘植 明 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、産業活動によって生じる排出ガスの浄化

材料システムの開発を目指し、エネルギー変換機能と選

択分離浄化機能を多重化した材料の創製技術の確立を図

った。すなわち、環境下で無駄に捨てられている廃熱等

のエネルギーを電気エネルギーに直接変換する機能、自

動車排ガス等の有害物質を選択的に分離・浄化する機能

を多重に発揮させるために必要となる、材料創製プロセ

ス技術の検討を行い、これらの融合化による高機能能動

材料の創製を目指した。平成15年度は、エネルギー変換

機能・選択分離浄化機能の向上と多重化のためのプロセ

ス技術の確立と、自立的な浄化機能の発現に関するモデ

ル実証を行った。ナノ構造制御を行った電気化学セルに

より、排ガス中の NOx 浄化機能の実用レベルへの高度

化に成功した。従来の触媒技術に比べて2倍の高エネル

ギー効率を達成し、実用サイズでの性能実証の成功と併

せて、実用化に向けて大きく前進した。また、熱電セラ

ミックスの開発を進めた結果、電気化学セルの作動に必

要な電力が供給可能なレベルの高性能化に成功した。さ

らに両者を一体化したモジュールを作製し、外部エネル

ギー供給なしに自立連続的な排ガス中 NOx 浄化が可能

であることを実証した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］電気化学セル、NOx 浄化、イオン伝導、

ナノ反応場、熱電変換、モジュール化 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］2成分ガス濃度計の開発 

［研究代表者］黒河 明 

（極微プロファイル計測研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

1) 研究目標 

 二成分ガスの濃度を測定するため、混合ガスの粘性

にもとづく計測手法の原理（特許第3336384号）をも

とに、その原理を実現する濃度計の開発のための研究

を行う。とくに二成分ガスとしてオゾン酸素混合ガス

を測定対象とし、既存のオゾン濃度測定計では直接計

測できなかった高濃度オゾンガス（オゾン濃度数十

vol%以上）を測定できることを実証する。 

2) 研究計画 

 オゾンガス濃度計の開発項目は、濃度計測精度の安

定化、測定濃度の高感度化、センサー容器の小型・簡

素化である。またそれらの開発とともに、大気圧環境

や減圧環境でオゾン濃度計測が行えることを実証した。
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また容器材料の開発のため東北大学に研究委託して高

酸化性のオゾンガスに耐えると予測されるチタンの金

属表面処理に関する研究を行った。企業側では産総研

でえられた、オゾン酸素混合ガス濃度に対するセンサ

ー感度曲線をもとにして、演算ソフトの開発ならびに

実用化に向けたプロトタイプの開発をおこなった。 

3) 年度進捗状況 

 オゾンガスの計測濃度の下限を広げまた計測精度を

向上させるため、水晶振動子センサーの共振抵抗を高

精度に読み取れるように計測系を改良した。これによ

り、測定精度は大気圧付近において濃度0.5vol%以上、

恒温条件下では0.1vol%まで向上できることに成功し

た。計測精度の安定化を図るため、耐オゾン性にすぐ

れたセンサー容器材料の探索と、センサー容器の接ガ

ス面にオゾンを分解しにくい表面処理を行うことで、

安定した濃度計側ができるようになった。さらにセン

サー容器の構造について検討を行い、濃度変化応答性

が高くかつシンプルで小型の構造とすることができた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］濃度計測、2成分気体、オゾン、粘性計

測 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］省水銀型蛍光灯の開発 

［研究代表者］木内 正人（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］木内 正人、望月 昭一、三原 敏行、 

本城 国明、田中 裕子 

［研 究 内 容］ 

 現在流通している40W 型蛍光灯は、内径28mmφで水

銀量は1本あたり、10mg 使用している。これを内径

7mmφの新型蛍光灯に置き換えることにより水銀量は1

本あたり1mg に減らすことができる。本研究が成功す

れば、水銀使用量は１本当たり1/10、寿命が5倍になる。

したがって年間水銀使用量は１/50になる。しかし始動

時の電圧が高く、電源を安く作れないので、始動性を向

上させる技術が必要である。そのためにはガラス内面に

透明半導体を塗布すればよいことがわかっていた。そこ

で、スズ酸化物を形成するための前駆体として10種以上

の有機スズを原料として選定し、合成した。また、前駆

体調整条件と焼成温度、焼成時間を 適化し、長さ

1120mm、内径7mmφのガラス管の内側に、1MΩの抵

抗を持つ透明半導体を均一に密着性良く塗布するノウハ

ウを確立した。これにより、初期点灯時に必要な電圧は

1200V と低減化され、冷陰極蛍光灯励起電源を低廉化さ

せるための技術が確立できた。 

［分 野 名］環境･エネルギー 

［キーワード］省水銀、蛍光灯、省エネルギー、放電、

表面処理 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］通電焼結法を用いた高機能新型真空リー

ク検出デバイスの開発  

［研究代表者］竹内 友成（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］竹内 友成、蔭山 博之 

［研 究 内 容］ 

 超高真空が要求される半導体等の生産ラインや高エネ

ルギー加速器において、従来、真空漏れの検出器として

はヘリウムガス等を吹き付けてそれを感知する方式が主

であった。しかしながら、この方式では真空リークをモ

ニターしながらリアルタイムで検出することが困難であ

り、また装置自体も大掛りになることから、小型で常時

監視が可能な検出器の開発が求められていた。本研究で

は、小型で軽量の検出デバイスを開発することを目的と

した。開発目標としては、繰返しのリーク検出試験に対

し数十秒以内で応答するセンシングデバイスを目指した。 

 研究計画としては、センシングデバイス部分を通電焼

結法（放電プラズマ焼結法）を用いて試作した。試作し

たセンシングデバイス部分を真空チャンバー内に取り付

け、大気圧と真空を切り替えた際、それに対応した応答

を示すかを検討した。 

 平成15年度においては、センシング部分に酸化物を選

択し、通電焼結法により作製した。まず始めに、2種類

の酸化物を直接積層した焼結体を通電焼結法により作製

し、その大気中・真空中における応答を調べたが、有意

な応答特性は得られなかった。これは焼結中に両粉末が

界面近傍で反応したことによるものと考えられる。次に、

金属で酸化物を接合する方式でセンシング部分を作製し

たところ、大気中・真空中の切り替えに対し、数秒程度

以内で応答が得られ、また繰返しの試験や長時間の使用

で良好な耐久性を示した。以上から、センシングデバイ

ス部分を通電焼結法で試作することができ、真空リーク

デバイスとして作動可能であることが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］真空リーク検出デバイス、通電焼結法 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］細胞内翻訳後修飾モニターのための灌流

培養型色識別発行測定システムの構築 

［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］近江谷克裕、中島 芳浩、山岸 和敏 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 研究開発支援分野や医療支援分野で分泌型 BRET プ

ローブを活用するシステムの構築を目的とする。具体的

には、翻訳後修飾等の生体情報を、分泌型 BRET プロ

ーブを導入した生細胞で定量、連続的に解析できるシス

テムの構築を目指し、灌流培養型色識別発光測定装置を
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試作・製品化する。併せて、糖付加やプロセッシング等

に特化したモニターペプチドを配した分泌型 BRET プ

ローブを構築、システムとして製品・実用化する。 

（研究計画） 

 本研究では、分泌型 BRET プローブの光活性を、生

細胞のまま、発光色の違いとして識別できる灌流培養型

発光測定装置の製品化をアトー㈱と共同で行う。併せて

個別の生命現象を検出できるモニターペプチドの特定を

関西医科大学に委託、事象ごとに特化した BRET プロ

ーブの構築を産総研が中心に行う。本共同研究を通じて、

研究開発支援分野や医療支援分野で分泌型 BRET プロ

ーブを活用するシステムを構築する。 

（平成15年度進捗） 

 単一チャンネルの灌流培養型色識別発光測定装置の試

作を完了した。今後、商品化の検討を進め次々年度春を

目途に事業化を行う予定である。またマルチ化も計画し

たいが、製品コストの問題等が有り、今後、方針を決め

る予定である。これらの点について企業、研究責任者双

方、同じ認識である。なお、委託研究を進める関西医大

のグループではプロセッシング酵素 PC1に対する

BRET プローブに関しては、ほぼ満足行くレベルに達

したので、さらに多様性を増やす努力を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生物発光、細胞機能、イメージング 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］金ナノ粒子集合の増強電場を利用する新

規なマイクロアレイ検出法の開発 

［研究代表者］岩橋 均（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］石上 裕、北河恵美子 

［研 究 内 容］ 

 アーカイラス社が実用化した表面増強ラマン散乱

（SERS）技術を、産総研による DNA マイクロアレイ

作製の技術により、マイクロアレイの検出法として応用

開拓の可能性を評価した。まず、ラマン活性分子として

は、SERS 基質である金への吸着性、吸着分子がラマン

活性な構造を取ることが必要とされている。この考えか

ら含窒素複素環であるアデニンと3種のトリアゾール類

を選定した。一方、金ナノ粒子に関しては、さまざまな

粒子径の金ナノ粒子の合成を検討した。その結果、還元

剤の量論比1?3、室温以下、無撹拌という条件で、

0.6mM～1.2mM という高濃度の金ナノ粒子が、比較的

再現よく平均粒子径が40nm に近くなることを突き止め

た。この高濃度金ナノ粒子から SERS 基質となる金ナ

ノ粒子集合を再現よく調製した。この SERS 基質は室

温でも長期間活性を保ち、ピリジンをモデル分子として

市販ラマン分光器で評価したところ、4ヶ月前に調製し

た SERS 基質を用いても、50nM という超極微量のピリ

ジンを優れた S/N 比で再現性良く検出できた。従来の

SERS 基質の多くは測定直前に調製する必要があり、本

研究では従来において不可能であった簡便高感度な

SERS 計測を達成した。以上のように要素技術について

検討を加え、マイクロアレイ検出システムを実現するた

めの方向性を示した。しかし、実際のマイクロアレイを

想定した実験では、期待した感度が SERS 活性分子で

あるトリアゾールでは達成されなかった。ため、SERS
マーカーリガンドの測定を中断してトリアゾールに対応

した測定条件の再検討と検出側である装置の改良を行う

必要があるものと考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］表面増強ラマン散乱、DNA マイクロア

レイ、金ナノ粒子 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型）  

［中 項 目 名］吟醸酒製造用高エステル生産型酵母の開

発 

［研究代表者］植村 浩（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］植村 浩 

［研 究 内 容］ 

目標：近年、ゲノム解析がめざましい勢いで進展し、ト

ランスクリプトーム、メタボローム、プロテオームな

どの技術がゲノム研究に続く分野として進展してきて

いる。そこで、このような 新の解析技術およびゲノ

ム情報を積極的に活用することにより、清酒の醗酵過

程で何が生じているのかを、昔ながらの育種技術では

不可能であった分子レベル、ゲノムレベルで解析を行

い、高機能性を有する酵母の開発を促進するための技

術評価を行い、特徴的な酵母の実用化、醸造業の活性

化を支援する。 

全体計画：京都市工業技術センターで選抜されたプロテ

オーム解析に基づく吟醸酒用の選抜酵母の網羅的な遺

伝子発現プロファイルの DNA マイクロアレイによる

解析、RT-PCR 解析による特定の遺伝子の発現量の

増加等の検証を行い、プロテオーム解析より予想され

るデータに対する遺伝子レベルでの検証を行う。これ

により、実用化のための選抜酵母の有用性を遺伝子レ

ベルで裏付けると共に、吟醸酒製造用高エステル生産

型酵母の実用化、醸造業の活性化を支援する。 

成果の概要：京都市工業技術センターで分離された香気

成分生産変異体を用いて、これらの変異体中でどのよ

うな遺伝子の発現変化が香気成分の生産を引きおこし

ているかを解明するために、変異体中での遺伝子発現

頻度を DNA マイクロアレイを用いて網羅的に解析し

た。その結果、親株と比較していくつかの遺伝子おい

て顕著な発現量の変化を認めることができた。そこで、

その内の1株を用いて製造スケールの試験醸造を行っ

たところ、高い香りと良好な醸造特性が確認でき、実

用化への目処がついた。 



研 究 

(484) 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオテクノロジー、DNA マイクロア

レイ、発酵 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］エンサイを原料とした血糖値上昇抑制製

品の開発 

［研究代表者］丸山 進（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］丸山 進、市村 年昭、山中 晶子 

［研 究 内 容］ 

 エンサイは、沖縄県の伝統的食材であり、キャベツと

比較して食物繊維が4.6倍、カロチンが238倍も含まれて

いる。しかしイモゾウ虫に対する検疫の関係から、生の

エンサイを本土へ持ち込むことは禁止されている。一方、

沖縄県工業技術センターのこれまでの研究により、エン

サイ抽出物が血糖値上昇抑制作用（糖分解酵素阻害）を

有することが明らかになっている。そこで、エンサイの

血糖値上昇抑制成分を明らかにし、その諸特性を解明す

ることで、機能性食品としての利用を図ることを目的に

本研究を開始した。沖縄県工業技術センターが、エンサ

イに含まれている糖分解酵素阻害物質がイソクロロゲン

酸類（ポリフェノール）であることを明らかにし、企業

側がイソクロロゲン酸類を含む阻害物質の粗精製物を大

量調製した。我々は、自然発症糖尿病（KK-Ay）マウ

スへ、粗精製物を含む固形飼料を2ヶ月間長期投与した。

その結果、粗精製物含有飼料投与群の血糖値はコントロ

ール群に比べて 大で35mg/dl 程低下する傾向が明ら

かになった。さらに、我々は、エンサイ抽出物がランゲ

ルハンス島細胞に直接働いてインスリンの分泌を促進す

るという新しい知見も得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］機能性食品、ポリフェノール、血糖値、

糖尿病、インスリン 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］豚の妊娠検査診断試薬の開発 

［研究代表者］巌倉 正寛（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］巖倉 正寛、羽生 義郎、広田 潔憲 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、豚用の簡易な妊娠検査キットを開発し、養

豚業者に提供することを目的に行われた。養豚生産業者

にとって、人工授精－出産のサイクルを短くすることは、

経営効率化のために重要な要素である。そのために、妊

娠判定の正確な早期診断により豚のカラ腹状態を避ける

ことは重要であり、簡便で確実な妊娠検査法の需要は大

きい。このような背景の元、中小企業より持ち込まれた

新規な豚の妊娠検査方法（特許出願済み）の技術評価を

行い、その技術を元に妊娠検査診断キットの開発を検討

した。 

 シーズとして持ち込まれた技術を用いて、妊娠検査に

必要なエストロンとの結合活性を測定したところ、豚の

妊娠検査に要求されるとされる結合定数である nM か

ら pM オーダーの強い結合活性は検出されず、それよ

り遙かに弱い mM オーダーの活性であることが判明し

た。そのため、結合活性の改良を試みたが、103～106倍

の改良は短期間では困難であり、結果的には、キット作

製に必要な性能を得るには至らなかった。本研究の結論

として、持ち込まれたシーズを評価した結果、本技術は

商品化を進めるには困難であることと評価・判断された。

なお、キット化に必須な技術である2次抗体の可視化技

術としての抗体結合タンパク質を改変する定量的に蛍光

分子を導入する技術を開発し、その有効性を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］豚妊娠検査キット、エストロン結合活性、

抗体結合タンパク質 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］PLZT の光起電力効果を利用した高速回

転バランサ 

［研究代表者］一木 正聡（機械システム研究部門） 

［研究担当者］一木 正聡、森川 泰、野中 一洋、 

前田龍太郎、古江 治美、田中久美子 

［研 究 内 容］ 

 圧電体の一種であるチタン酸ジルコン酸ランタン鉛

（PLZT）素子は紫外線の照射により、電力が発生する。

従って、マイクロマシンのような微小な駆動体、あるい

は工作機械や車輪のような高速回転体、磁気ヘッドのよ

うな小型高速回転体などへの電力供給に有効となる。一

方、薄膜構造体はバルク体と比べて、電流が3桁増加す

る。これによって、μA で V レベルの電力源の作成が

可能となる。薄膜構造体の応用として工作機械用回転バ

ランサを検討する。工作機械のスピンドルには 適回転

制御をするための回転バランサが搭載されており、高速

で微小な切削加工を行う際の調整機構は開発されていな

い。ここで、バランス調整用駆動機構と、高速回転体へ

のエネルギ－伝送方法が主要な開発課題となる。これを

解決するために、本研究では(1)PLZT 薄膜を高速回転

体へ実装して、そこで光から電気へ変換されたエネルギ

－を圧電式の駆動機構へ伝達する(2)PLZT に発生する

光歪を直接質量駆動へ適用する方法を検討する。ここで

用いる PLZT 素子圧電体の一種で、光起電力効果を有

しており、(1)光エネルギーを直接歪みに変換できる

（光ケーブルが使えるので電気ノイズに強い）、(2)紫外

線領域にのみの感度が高い、(3)光発電能力があり消費

電力の小さい回路では電源が不要である、といった特徴

があり、これを用いて工作機械用高速回転バランサを開

発する。とくにここでは薄膜 PLZT の形成技術の確立
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とこれを用いた回転バランサの試作・組み上げを行った。

これにより基本的な性能試験を行うことが可能になった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光起電力効果、チタン酸ジルコン酸ラン

タン鉛、バランサ 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型）  

［中 項 目 名］マイクロスライダの開発 

［研究代表者］岡崎 祐一（機械システム研究部門） 

［研究担当者］水原 清司 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 小型集積機械装置の発展や微小部品の操作・組立て

のニーズが急速に増大する中、それら応用に適した位

置決め機構が近年、市場で急速に求められている。そ

こで、超小型工作機械である「マイクロ旋盤」の開発

を通じて得られた、超小型、超精密かつ高剛性な自動

スライダ機構「マイクロスライダ」を、市場に受け入

れられる形で、単独で商品化するために必要な、機構

と制御システムを含む諸研究開発および評価を行う。 

2) 研究の全体計画 

 圧電アクチュエータを用いたマイクロスライダを新

たに設計・試作し、調整と性能評価を通じて、相手先

企業が独自に製造・販売できる技術を確立する。また、

アクチュエータ駆動回路を含む制御系の超小型化・低

価格化をマイクロコントローラによって実現するため

に、回路の設計・試作・評価を行う。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 これまでのマイクロスライダの基本設計と動作原理

を保持し、商品として部品の調達・加工・組立て・調

整を現実的にするべく、スライダ機構の設計を改訂し、

動作、運動精度等、基本特性を確認した。ステージ機

構の寸法に比べて不釣合いな従来の制御装置の構成を

全面的に改め、大幅に小型化・低価格化された制御装

置を新たに設計・製作した。ステージ機構の摺動面を

どのような表面状態に保つのが制御性能や安定性の点

で 適であるかを探るために、微小摺動特性測定装置

を製作し、基礎データを収集した。 

［分 野 名］材料・ナノテク・製造 

［キーワード］精密機構、運動制御、位置決め 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］環境対応型研削装置の実用化研究  

［研究代表者］服部 光郎（機械システム研究部門） 

［研究担当者］笠島 永吉、堤 千里、岡野 啓作 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 機械加工の現場では大量のクーラント（加工油剤）

が使用されているが、作業環境への悪影響や廃油処理

の環境負荷問題があり、極力使用しない方法が求めら

れている。クーラント使用量を低減する方法として新

たなセミドライ研削法を山口県工業技術センターが提

案しており、このシーズ技術を開発することによって、

クーラント使用量の大幅低減を可能にする。 

2) 研究計画 

(1) 加工熱条件の厳しいクリープフィード研削等への

応用も含むセミドライ研削に関する技術指導、加工

評価を行う。加工評価では、研削抵抗、研削比など

の加工プロセスパラメータのほか、環境側面の評価

も加える。必要に応じて現場計測を行い、実用化へ

の改善指導を行う。 

(2) ミストが砥石内部を効率よく透過できる超多孔性

砥石の開発を行うとともに、その仕様記述を支援す

るため通気性などの評価手法を実験的、モデル的に

検討する。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 試作した超多孔性砥石を用いて、多様なクーラント

供給方式のもとで通常研削及びクリープフィード研削

を行い、加工実験によってセミドライ研削の加工特性

を明確にした。これによってセミドライ研削法の利点、

問題点が明らかになり、実用化に向けての技術指針を

得ることができた。 

 また、試作した超多孔性砥石について、気孔率、気

孔の分布構成などを考慮し、ミストの透過率を求める

数学モデルを考案した。これを透過率実験の結果と比

較してみたところ、気孔率の増加に伴う透過率の変動

が定性的にほぼ一致することが確認された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］研削加工、セミドライ、クーラント、ミ

スト、環境、多孔性砥石 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］酸化チタンと酸化鉄を複合化した光また

は熱により反応する高性能光触媒の低コ

スト大量製造プロセスの開発 

［研究代表者］垰田 博史（セラミックス研究部門 環

境材料化学研究グループ） 

［研究担当者］垰田 博史 

［研 究 内 容］ 

 酸化チタンに紫外線を照射するとほぼ全ての有機物を

炭酸ガスや水に酸化分解することができ、この光触媒作

用を利用することにより、環境浄化のさまざまな分野へ

の応用を行うことができる。この酸化チタン光触媒に酸

化鉄などを複合化させるとさらに高性能の光触媒をつく

ることができるが、酸化チタンを酸化鉄などと複合化さ

せて高性能光触媒を調製する場合、従来はバインダーを

用いて酸化チタンを酸化鉄などとくっつける方法が行わ
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れていた。しかし、有機バインダーを用いて固定化した

場合には光触媒によってバインダーが分解されてしまい、

剥離や脱落が起こるという問題があった。また、無機バ

インダーを用いた場合には耐久性は優れているが、バイ

ンダーが光触媒を覆ってしまい光触媒の効果が損なわれ

ていた。そこで、酸化チタンと酸化鉄などを混ぜて焼成

して調製するという方法が採られていたが、均一に混ぜ

るのが難しく、焼成にエネルギーが必要で、製造コスト

が高くなっていた。 

 本研究では、酸化チタンと酸化鉄などを固定して複合

化するのに焼成工程を経ずに､パン型転動装置または公

転運動を利用した転動装置を用い、従来に比べて省エネ

ルギー、低コストで、しかも表面積が格段に大きい高性

能光触媒の大量製造技術を開発した。すなわち、基材の

表面にシリコーンなどのバインダーを攪拌しながら均一

に塗布し、ついでバインダーが未硬化のうちに酸化チタ

ンと酸化鉄などを転動して付着させ、水蒸気中または熱

水中で処理後、乾燥することによって、基材の表面に光

触媒粒子を露出した状態で保持することを可能にしたも

ので、基材表面にコーティングすることにより、酸化チ

タンと酸化鉄を混ぜて成型したものに比べてはるかに低

コストの製造を行うことが可能となった。 

 得られた光触媒体をガスバック法により光触媒性能評

価を行った結果、100ppm のアセトアルデヒドを2時間

で100%分解するという極めて高い性能が得られた。ま

た、直径1mm のガラスビーズにコーティングして光触

媒体を作製したものについても、ガスバック法を用いて

光触媒性能評価を行った結果、100ppm のアセトアルデ

ヒドを2時間で100%分解するという極めて高い性能が得

られた。さらに、アンモニアの脱臭に対してもほぼ

100%分解するという極めて高い性能が得られ、60℃の

加熱によってもアセトアルデヒドが50%分解され、光だ

けでなく熱によっても反応する高性能光触媒であること

が確認できた。また、得られた光触媒体を用いて耐久性

に優れた青い染料であるメチレンブルーの水溶液の中に

漬け、光を照射することによって分解・脱色を行った結

果、水溶液の色を透明にまで脱色することができ、染色

廃水の脱色などの水処理にも使用できることが明らかに

なった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒環境材料、酸化チタン－酸化鉄 

複合光触媒、光触媒製造プロセス、脱臭、

水処理 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］低環境負荷型陶磁器釉薬の開発 追加採

択 

［研究代表者］杉山 豊彦（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 和夫、長江 肇、中野 研一、 

黒川 利一 

［研 究 内 容］ 

 人の健康や生活環境を保護する観点から、有害な物質

の使用を抑制した低環境負荷型の陶磁器釉薬の開発を行

う。窯業製品製造では、焼成が他の工程と比べ圧倒的に

環境負荷が大きい。そこで、1200℃以下の比較的低温で

焼成され低環境負荷を実現できる中低火度釉薬を研究開

発の対象とし、製造時、使用時、リサイクル時、廃棄後

の環境汚染や安全性の面で優れた釉薬を開発することに

より、環境負荷を下げ、リサイクルにも適した窯業製品

の開発を目標とした。 

 主な研究内容は、安全性が高く、外観などの性状は従

来と同等の釉薬を実現するための調合の探索、原料の特

性を活かした焼成温度の低下、有害物質の代替原料の探

索などである。また、物性、外見の性状の安定性など、

実用化に必要な研究を行い、製品の開発を目指した。研

究対象として、中火度釉薬が多く使われる、半磁器およ

び建材用の釉薬を選んだ。研究体制としては、複数の企

業および公設研究機関と共同研究体制をとることにより、

これまでの研究蓄積を活用するとともに、実用化のため

の実証試験までを実施した。 

 本研究により、有害物質の含有量を半分以下に減少さ

せたにもかかわらず従来と同等の性状を有する実用化可

能な食器用釉薬が開発された。また、建材用釉薬として

も、有害物質の使用を伴わない新規な釉薬が見出された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］環境、釉薬、半磁器、瓦 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］心疾患治療用補助循環ポンプの開発 

［研究代表者］山根 隆志（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］山根 隆志、西田 正浩、野中 勝信、

折田 豊樹 

［研 究 内 容］ 

目 標：本研究では、使用期間が2週間以上で、価格が

補助人工心臓の1/20以下の経済的なディスポ製品の開

発を目指す。本ポンプが製品化されれば、患者の身体

的負担や経済的負担が著しく軽減され、他の治療法の

併用も可能になると見込まれる。さらに将来は、再生

医療などの新しい治療法への応用も見込まれる。用途

としては、開心術用、補助循環用、心肺補助用、およ

びこれらの乳小児用ポンプなどを予定している。 

研究計画：従来寿命を2日以内に限定していたシールや

軸受を改め、抗血栓性と耐久性を有するシールレス極

低摩擦軸受が重要課題である。このためモノピボット

軸受遠心ポンプを採用し、ポンプ部とモータ部に分離

し、ポンプのディスポ化を図ることにより、経済性に

すぐれた補助循環ポンプにする。目標は、2週間以上

の抗血栓性と耐久性、手術用ポンプ以下の溶血、 高
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圧500mmHg とする。 

H15年度進捗状況：当所は血液ポンプのデザイン評価を

担当し、駆動性・耐久性に重要なピボット軸荷重の計

測データが取得でき、磁石系の設計に大きく貢献した。

カップリング力試験を実施したうえで、血液ポンプ・

モータ分離モデルを作成し、ポンプ性能は十分である

ことを確認した。流体力学性能にかかわる出口 適形

状、および血液適合性にかかわるピボット形状を、可

視化実験、数値解析、および溶血試験結果をもとに改

良した。事前に流れの可視化実験で淀みがないことを

確認した上で、4日間の動物実験を行い、製品化で重

要なピボット周りにも血栓が生じないことを確認する

ことができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］補助循環、ポンプ、ピボット軸受、可視

化、摩耗 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］日常生活場面で使用可能な超音波尿意セ

ンサの試作と評価 

［研究代表者］児玉 廣之（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］児玉 廣之 

［研 究 内 容］ 

 前年度の臨床計測では、タイプ-1センサによる膀胱容

量簡易計測の有効性が認められたが、これは、固定され

た臥位姿勢という超音波測定にとって理想的な好条件で

得られたものである。そこで、実際の臨床・療養・在宅

場面での応用の可能性を評価するために、フィールドテ

ストを実施して検討することとした。 

 フィールドテストの実施施設は、前年度に引き続き、

総合せき損センターに委託すると共に、佐賀大学医学部、

特別養護老人ホームなかやま幸梅園にも研究委託した。

総合せき損センターにおいては車椅子生活時を含めたせ

き損者の臨床療養場面での排尿管理の実態に即した測定

を行ない、現場に即した適正使用法についての分析提言

を得た。さらに産総研における健常者を用いた試験測定

の結果は、本年度の開発過程において常にその方向性を

リードする役割を果たすものであった。 

 平成16年度以降は、これらの成果を踏まえて商品化へ

の展開が期待される。さらに新規測定方式の研究開発を

進めるなど、高精度を保ちながら簡易的に膀胱機能を計

測する方式の検討を行ない、排尿障害に悩む人々に役立

つ計測法、センサの開発を図っていくことを期している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波、尿意、排尿障害 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］盲人による図形情報授受を支援する高密

度触覚グラフィック装置の開発 

［研究代表者］篠原 正美（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］篠原 正美  

［研 究 内 容］ 

 視覚情報を利用することができない PC ユーザーに対

し、図形を媒介としたコミュニケーションを可能にする

触覚グラフィックディスプレイの基盤機構を開発する。 

 力およびトルクの6つの成分を計測する6軸力センサー

と、2.4ミリ間隔で配列された24×32本の独立に上下で

きるピンを備えた触覚表示機構とを組み合わせて、指あ

るいは手が表示面に接触した中心位置を推定する機構を

開発した。錘を使った加重実験では、ピン位置がほぼ復

元できる推定精度が得られた。また、強く指でなぞると

軌跡が表示され、軽くなぞると表示に影響を与えること

なく軌跡を認識できるソフトウェアを作成し、当該シス

テムの有効性を示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］触覚ディスプレイ、力センサー、コミュ

ニケーション、視覚代行 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］動作スキル評価手法の生体複雑系解析技

術への応用 

［研究代表者］横井 孝志（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］横井 孝志、金子 文成、稗田 一郎 

［研 究 内 容］ 

目標：産業技術総合研究所の動作スキル評価技術をもと

に、中小企業の持つ複雑系解析技術を改良する。この

ため、動作スキル評価技術と複雑系解析技術とを融合

し、新たな生体情報複雑系解析技術として構成し、さ

らにソフトウェアとして実用化することを目指す。 

研究計画：旧生命工学工業技術研究所および産業技術総

合研究所人間福祉医工学研究部門において蓄積した動

作スキル評価技術、ならびに（株）コンピュータコン

ビニエンスの有する技術シーズを基盤とし、カオス・

フラクタル解析技術を含む現状の複雑系解析技術を動

作スキル評価の手法を加味しながら再検討し、新しい

生体複雑系解析技術を構築する。 

年度進捗状況：次の3課題について研究開発を行った：

①複数時系列データを自由度、安定性にもとづいて評

価方法の構築、②生体時系列データへの適用と改良、

③一般の生体信号処理適用への拡張。 

本研究開発により、世界的に見て類のない生体情報解

析手法を構築でき、解析ソフトウェアプロトタイプと

して具現化した。この成果に関しては、産業技術総合

研究所とコンピュータコンビニエンスとが共同して特

許として出願した。また、解析ソフトウェアプロトタ

イプをブラッシュアップし、平成16年度中に販売を開

始する予定である。 



研 究 

(488) 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］動作スキル、生態複雑系、時系列データ 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］身体適合性評価にもとづく座位姿勢保持

装置および駆動アシスト車椅子の改良追

加採択 

［研究代表者］多屋 秀人（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］池田 喜一、横井 孝志、金子 文成、

稗田 一郎、菅原 順、本間 敬子、 

多屋 秀人 

［研 究 内 容］ 

目  標：公設試験研究機関および中小企業の保有する

関連技術シーズを、産業技術総合研究所の持つ身体適

合性評価技術を用いて評価し、改良を加えて利用者に

とってよりよい椅子や車いすの実用化を目指す。 

研究計画：三重県科学技術振興センター工業研究部、青

木工業株式会社の持つ椅子あるいは車いす関連技術シ

ーズを、産業技術総合研究所の持つ身体適合性評価技

術を用いて、車いすや椅子に座る人（被介護者）の立

場、車いすを押す人（介護者）の立場から評価し改良

を加えて、椅子あるいは車いすのプロトタイプを実用

化に近いレベルで開発する。 

年度進捗状況：被介護者用の日常生活用椅子・車いすに

ついては、三重県科学技術振興センター工業研究部の

保有する座位姿勢評価技術を用いて開発したプロトタ

イプ機器を、産業技術総合研究所の持つ身体適合性評

価技術を用いて評価し、この結果をもとに被介護者支

援型日常生活用椅子・車いすの実用化機を製作した。 

また、介護者支援型車いすについては、青木工業株式

会社が有する車いす無電動駆動アシスト技術、段差解

消技術を組み込んで開発したプロトタイプを、産業技

術総合研究所の持つ身体適合性評価技術を用いて評価

し、この結果をもとに介護者支援型車いすの実用化機

を製作した。なお、無電動駆動アシスト機構に関する

特許については企業と共同出願した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人間工学、動作解析、身体適合性、座位

姿勢、車いす 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］手術手技実施可能な精密生体模型の研究

開発 

［研究代表者］山下 樹里（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］山下 樹里、三田 直樹、福井 幸男、 

秋山由美子、宇野 廣 

（株式会社 高研） 

［研 究 内 容］ 

［目  標］内視鏡下で行なう低侵襲手術は、患者には

体力的負担も少なく普及が望まれるが、従来の手術に比

べ視野・操作空間とも著しく制約されるため、執刀する

医師にはより一層高度な手術技能を要求する。しかし、

も効果の期待される献体・動物による手術操作訓練の

機会は減少する一方である。本研究は、この献体・動物

による手術操作訓練を代替できる程度に精密な内部構造

と「手ごたえ」を再現した、破壊を伴う手術操作訓練が

可能な精密人体模型の製品化を目指す。 

［研究計画］精密ヒト鼻腔模型の主に骨格部分について、

力学的特性が生体に近い材料・構造・製造方法を研究開

発する。主に、ラピッドプロトタイピング（RP）技術

を用いた生産方法を用いる。模型の手術操作時の力学特

性について、生体と比較するための物理データ計測方法

を研究する。また、熟練医師による官能試験を行う。 

［年度進捗状況］石膏材料を用いた RP 造形物にアセチ

ルセルロース樹脂膜を被覆した構造により、鼻腔内の薄

い骨の構造を、形状・手術時の手ごたえとも、専門医師

から評価いただける程度にまで再現することができた。

日本人男性モデルがほぼ完成し、平成16年度中の製品展

開を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］内視鏡下手術、手技トレーニング、精密

実体モデル、ラピッドプロトタイピング 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］大面積レーザ蒸着技術 

［研究代表者］酒井 滋樹 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］山口 祐二、高橋 光恵、本橋 研一 

［研 究 内 容］ 

目標 

 生産用の大面積レーザ蒸着技術の開発を目的とし、均

一の膜厚技術の開発だけでなく膜質の均一性の検証も目

標とする。 

研究計画 

 大面積レーザ蒸着の基本技術（特許出願中）を6イン

チ径～8インチ径基板成膜に発展させ、半導体 LSI 等生

産機のための大面積成膜技術を開発する。 

年度進捗状況 

 ターゲットへの光照射点の移動機構と基板回転機構を

もつ大面積レーザ蒸着を用いて6～8インチ（15～

20cm）直径のウェハ上の成膜実験、膜厚評価及び膜質

評価を行った。光源は KrF エキシマレーザで、波長は

248nm である。石英製の光導入窓を通してレーザビー

ムを成膜用真空容器に導入した。ターゲットは直方体

（30x120x8mm3）である。ターゲットへのレーザの入

射光線と基板平面が平行になるようにし、ターゲット表

面は水中から30度傾けた。レーザ光は光導入窓に入る前
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に、ミラーとレンズを通してターゲット上で焦点を結ん

だ。このミラーとレンズのセットを直線的に移動させた。

すなわちターゲット上でのレーザ光入射点を移動させた。

この直線的な移動と基板の回転を組み合わせて成膜した。

それぞれのレーザ光照射点における成膜時間は項目担当

者の有する特許（出願中）を用いて決定した。8インチ

径のシリコン基板に HfO2薄膜をこの技術によって形成

し、8インチ径ウェハ全体で、膜厚の変動を±2.4％以内

に収めることに成功した。さらに、この技術を用いて6

インチシリコンウェハに成膜した HfO2膜に半導体 LSI
工程で行うと同様な熱処理（700℃10分間窒素雰囲気）

を施した後、HfO2の電気容量を評価したところ、その

面内分布は±3%以内に収まった。すなわち後処理工程

を経た薄膜の膜質（この場合は、誘電性）もウェハ全面

に亘って一様であることを確認し、所期の目標である均

一の膜厚技術の開発だけでなく膜質の均一性の検証に成

功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］レーザ蒸着、製膜、PLD 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］高精度冷却マニュピレータ製品化に関す

る研究 

［研究代表者］相浦 義弘 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］阪東 寛、宮本 隆男、千葉 昭雄 

（職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超高真空中において高精度での多軸制御（XYZ3軸平

行移動、極角回転、伏角回転、試料面内回転）を可能と

する冷却試料マニピュレータの実用化を行った。同マニ

ピュレータは、産総研特許出願で示した冷却手法を組み

合わせることにより、10K 以下の極低温での動作をめ

ざした。開発期間終了時までに「iGONIO LT」の製品

化に成功した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］マニピュレータ、角度分解光電子分光、

超高真空技術 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］次世代不揮発メモリーデバイス製造のた

めの MOCVD プロセス原料の開発 

［研究代表者］遠藤 和弘 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］産総研 遠藤 和弘、平澤 健彦、 

宮田 恭子、御園 博史、 

（株）豊島製作所 古山 晃一、田崎 

雄三、 

埼玉県産業技術総合センター（SAITEC） 

大川 薫、井上裕之 

［研 究 内 容］ 

目  的 

 本研究は、近年急速に市場が立ち上がりつつある

FeRAM のメモリー密度を飛躍的に向上させた超高密度

次世代不揮発メモリーデバイスの実現を目指して、その

製造に不可欠な有機金属化学気相成長（MOCVD）プロ

セスの新規原料開発を行なう。 

研究計画 

 産総研 新規に開発した MOCVD 原料を用いて、

MOCVD 法による次世代型不揮発メモリーデバイス用

薄膜の作製を行い、成膜データを原料開発にフィードバ

ックし、原料開発に資する。 

 （株）豊島製作所 次世代不揮発メモリーデバイス用

薄膜の作製のため、新たな MOCVD プロセス原料を開

発する。 

埼玉県産業技術総合センター（SAITEC） 薄膜の評価

を行い、その結果を原料開発、薄膜作製にフィードバッ

クする。 

年度進捗状況 

 次世代不揮発メモリーデバイス用薄膜として注目され

ている新しい強誘電体 Bi4Ti3O12等の酸化物薄膜を

MOCVD 法で作製するため、安定性や制御性に優れた

有機金属（MO）原料を試作した。この原料を用いて、

高い誘電特性が期待できる（117）配向の新しい強誘電

体 Bi4Ti3O12等の酸化物薄膜を MOCVD 法で作製し、作

製した薄膜を評価し、成膜データを原料開発にフィード

バックした。その結果、これらの薄膜作製に 適な有機

金属原料トリオルトトリルビスマス、トリス［2,2, 

6,6-テトラメチル-3,5-オクタンジオナト］ルテニウム

を新規に開発し、製品として市場に投入することができ

た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］不揮発メモリー、酸化物強誘電体、 

Bi4Ti3O12、有機金属化学気相成長法、

MOCVD、有機金属原料 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中項目名］薄膜型サーマルコンバータ素子の開発 

［研究代表者］佐々木 仁 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］佐々木 仁、葛西 直子、藤木 弘之、

東海林 彰 

［研 究 内 容］ 

 我が国の交流電圧標準は産総研の保有するサーマルコ

ンバータ素子を用いて確立されている。これまでは外国

製品を用いる以外に入手方法がなく、素子の市場への供

給も不安定であった。今回、ニッコーム株式会社が有す
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る高周波パワー検出素子の作成技術を技術シーズとして、

産総研の高精度評価 技術を用いた研究支援を行うこと

により、世界 高レベルの性能を有する交流電圧測定用

サーマルコンバータ素子の開発を行った。 

 研究計画としては、サーマルコンバータ素子として

適な特性が得られるように、高周波パワー検出素子の蒸

着膜の膜厚や形状、およびセラミックチップや銅箔の形

状などについて、パラメータを変えながら、試作－評価

－解析－設計－試作のサイクルを繰り返し、サーマルコ

ンバータ素子としての性能向上を目指した。具体的には、

サーマルコンバータ素子の重要な特性である、時定数、

周波数特性、入出力間の干渉、および感度の4項目につ

いて総合的に 適化することを目指した。そのため、構

造の異なる3つのタイプのサーマルコンバータ（JSTC01

型、JSTC02型、JSTC03型）をニッコーム株式会社にお

いて作成し、産 総研において素子特性の精密評価を行

った。評価の結果、開発した JSTC03A 型交流電圧測定

用サーマルコンバータ素子は、現時点で世界 高レベル

の特性を有することが確認された。 

 今回の研究開発により、国産技術でサーマルコンバー

タ素子を作成することが可能となったことは、素子の安

定な確保を通して、我が国の交流電圧標準の安定な供給

につながるものである。また高性能なサーマルコンバー

タ素子を安定して供給することにより、交流電圧標準の

国際的なレベルアップにも大きく貢献するものである。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］サーマルコンバータ、交直変換、交流電

圧標準 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］GHz 高速対応半導体 IC チップ検査装置

の実用化研究 

［研究代表者］所 和彦（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、仲川 博 

［研 究 内 容］ 

 小型電子機器内における半導体 IC チップの搭載手法

については、FC（フリップチップ）実装と呼ばれる実

装技術が主流になりつつある。この技術では実装前に

IC チップの動作を検査して不良品を全て取除いておく

必要がある。しかし、現在のところ、半導体 IC チップ

の GHz 高速動作機能を検査できる実用的な検査装置が

存在せず、その開発が強く求められている。本支援研究

対象企業：（株）ファイブアイランズは、ポリマーメッ

シュ上の配線・コンタクトの形成技術を応用した、微細

メッシュコンタクト構造を有する半導体 IC チップ検査

装置の事業化を目指している。本研究では次世代の半導

体 IC チップ検査技術に必要不可欠な、高速信号に対す

る動作特性の測定評価を可能とするため、伝送速度ギガ

ビット毎秒以上への高速化に向けた技術改良研究を行う

とともに、GHz 高速対応半導体 IC チップ検査装置の実

用化を目指す。 

 5mm 角の半導体 IC チップに対応して、微細メッシ

ュコンタクト構造および周辺プリント配線板の詳細設計

を行い、GHz 高速測定用チップソケットプロトタイプ

を試作した。さらに、このチップソケットに対して、半

導体 IC チップの高周波特性を評価するため、TDR（時

間領域反射）測定評価装置を用いて 大20GHz までの

高周波信号による測定を行った。チップソケット内の信

号線路の特性インピーダンスが、設計値（50Ω）を確保

するとともに、GHz 周波数帯域が測定可能であること

が示された。本研究により、ポリマー微細メッシュコン

タクト技術を用いた、GHz 次世代半導体 IC チップの検

査装置の実用性を確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］フリップチップ実装、GHz 高周波、時

間領域反射法（TDR 法）、IC チップ検

査装置、微細メッシュコンタクト 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］具体的ニーズに基づいた高温用導電性ペ

ースト実用化 

［研究代表者］池田 伸一 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］白川 直樹 

［研 究 内 容］ 

 空気中・1000℃程度或いはそれ以上の高温で安定な、

低抵抗率導電性酸化物のペーストが望まれてきたが、そ

のような導電性酸化物と、それを利用したペースト剤が

知られてなかった。新しく開発した低抵抗率導電性酸化

物を利用して、空気中などの酸素を含む高温雰囲気中

（1000℃程度或いはそれ以上）で使用可能な低抵抗率導

電性酸化物ペーストの試作に初めて成功した。特許出願

も行った。この技術によって、酸化物などのセラミック

ス部品同士の良好な電気的・物理的接着が可能となり、

「酸化物はんだ」材料や「酸化物コーティング」材料と

しての利用が期待される。例えば様々な材料表面に、こ

れまで実現不可能であった耐熱・耐酸化性の導電性膜コ

ーティングも可能である。原理的には酸化雰囲気中

1500℃以上で使用できる可能性もあり、引き続き共同研

究を進めていく。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］高温材料、導電性ペースト、高導電性酸

化物 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］感光性ポリイミド層間絶縁層を用いた超

伝導集積回路技術の開発 
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［研究代表者］仲川 博（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、所 和彦、岡田 義邦、 

菊地 克弥 

［研 究 内 容］ 

 超伝導を応用した超高感度の磁気センサーや超高速論

理回路などの超伝導集積回路で用いられる絶縁層を、真

空装置を用いずに形成する技術の実用化を目的とする。

感光性溶媒可溶ポリイミドを絶縁層に適用することで、

超伝導集積チップの作製プロセスが簡略化されると同時

に良好な絶縁被覆性が得られ、信頼性の向上が期待され

る。本研究では、このポリイミドを絶縁層に用いた超伝

導磁気センサー集積チップを総合的に評価、検証して、

超伝導集積回路の実用化基盤技術を確立する。産総研は

感光性溶媒可溶ポリイミド絶縁層のスピナーによる塗布

条件と微細パターンが形成できる 適露光条件を確定す

るとともに、ポリイミドの多層化に伴う下層へのダメー

ジを低減するための逆スパッタ技術の条件を調べた。株

式会社イーグル・テクノロジーは、超伝導磁気センサー

集積チップを産総研で確立した感光性溶媒可溶ポリイミ

ド絶縁層を用いて作製した。このチップにおいて、超伝

導トンネル接合素子の特性、配線の臨界電流、超伝導磁

気センサーの電気-磁気性能を調べた結果、同社での従

来品と同等の性能が得られた。また、株式会社ピーアイ

技術研究所はポリイミドに添加する感光材料について露

光波長による性能評価をおこない、製品管理に重要な知

見を得た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］感光性、ポリイミド、層間絶縁層、超伝

導、集積回路 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］3D-FAX の開発 

［研究代表者］増田 健（知能システム研究部門） 

［研究担当者］増田 健、佐藤 辰雄（大分県産業科学

技術センター）、日浦 昭二（(株)デン

ケン）  

［研 究 内 容］ 

［目標］コンピュータとセンサの進歩により、物体の3

次元形状計測装置が提案されている。また、3次元形状

データから物体を生成する光造形技術もさまざまな方式

が提案されている。このような技術を高速なネットワー

クで結ぶことで、物体の3次元形状を計測してデータと

して転送し、遠隔地で同一形状の3次元構造物を複製す

ることを目的とする。 

［研究計画］入力側の3次元形状計測計測装置の開発は

大分県産業科学技術センターが担当し、産総研では断片

的な形状データを統合して一つの形状データとしてまと

める計算処理を行い、出力として（株）デンケンのゾル

ゲル変換樹脂による光造形装置を利用する。 

［年度進捗状況］大分県産業科学技術センターにおいて、

新規の3次元形状計測計測装置の開発を行った。産総研

では、既存の形状統合アルゴリズムに欠損部分の補完手

法を新規に開発し付け加えた。デンケンでは処理したデ

ータから光造形で実体を作成する作業を行うとともに、

大分県産業科学技術センターと共同で3次元データ交換

のためのネットワークアプリケーションの開発を行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］形状計測、形状モデリング、光造形 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］バナナ・パイナップル繊維のパルプ技術

の開発 

［研究代表者］品川 俊一（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］品川 俊一、 

高田 誠、佐藤 幸泰、小川 俊彦（岐

阜県製品技術研究所）、 

久保 修、鬼頭 秀和（大福製紙株式会

社） 

［研 究 内 容］ 

 世界的な紙・パルプ消費量の増加に伴って主原料の木

質繊維が不足する傾向にあることから、木質繊維に替わ

る原料の探索が求められている。バナナ及びパイナップ

ルは熱帯・亜熱帯域で広範囲に栽培されており、果実を

採取した後の偽茎や葉部に含まれる多量の繊維が産出す

るが、それらの大部分は有効に利用されずに廃棄されて

いる。本研究では、これら未利用繊維のパルプ化及び製

紙適性について検討した。 

 バナナはマニラ麻と同じく芭蕉科に属し、その繊維形

態及び化学組成は両者共に非常に類似している。一般に、

パルプ化は圧力蒸解用反応釜を必要とするが、ここでは

設備投資が少ない常圧下又は非加熱でパルプ化を行った。

パルプシートの引っ張り強さや耐折強さなどの物理的特

性はマニラ麻とほぼ同等であった。しかし、同じ蒸解条

件の下、マニラ麻繊維のパルプ収率は約70%であるのに

対し、バナナ繊維は微細な柔細胞を多量に含むために約

30%に低下する。マニラ麻繊維が紙幣やフィルターペー

パーなどの原料として幅広く使われているのに対し、こ

のパルプ収率の低さがバナナ繊維の工業的な製紙原料と

しての利用を阻んでいる大きな要因と考える。バナナ繊

維の製紙原料としての利用度を高めるには、偽茎部から

繊維を抽出する段階で製紙原料として不要な柔細胞の除

去がどの程度成されているかが判る指標となる規格化が

必要であろう。 

 パイナップル繊維は単繊維の繊維幅が非常に細く、強

度もあり、極薄の緻密な特徴をもつ紙が得られた。それ

らの特性を活かした機能紙の製造が期待される。 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究
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型） 

［中 項 目 名］糖脂質型バイオサーファクタントの化粧

品素材への実用化  

［研究代表者］北本 大（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］柳下 宏 

［研 究 内 容］ 

目標：バイオサーファクタントは微生物によって生産さ

れる脂質であり、生体適合性と多機能性を兼ね備えた新

しい天然系の材料である。産総研で開発された糖脂質型

のバイオサーファクタントが、 近、皮膚や毛髪に対す

る特異な作用などを示すことが判り、新しいタイプの化

粧品素材としての可能性が得られた。そこで本研究では、

大学と連携して企業の技術的な支援を図り、当該バイオ

サーファクタントの実用化の促進を目指す。 

進捗状況：連携先企業における検討から、当該バイオサ

ーファクタントが、特にヘアケア製品素材として高いポ

テンシャルを有することが判った。そこで本研究では、

企業における実用化を支援することを目的に、主に当該

バイオサーファクタントの量産化手法について検討した。

まず、通常の発酵法で検討し、オリーブ油を始めとする

各種植物油から生産可能なことを確認した。次いで、発

酵法以外の効率的な生産法として、休止菌体を利用する

方法を検討した。その結果、グリセロールなどの糖質の

原料より調製した休止菌体を用いることによって、油脂

類から高収率で当該バイオサーファクタントが得られる

ことが判った。以上の検討から、実用化を可能とする生

産収率や生産コストを達成できる見通しを得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオサーファクタント、糖脂質、発酵

生産、化粧品素材 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］新型湿式粉砕法による電極用炭素材料の

微粒化 

［研究代表者］羽鳥 浩章（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］丸山 勝久、吉澤 徳子 

［研 究 内 容］ 

 （有）美粒研は PMD 混合・粉砕微粒子化装置という

特殊な粉砕技術を開発し、特許を出願中である。この手

法により大豆やごまなどの繊維質が1ミクロン以下の極

めて微細な粒子になることが明らかになっており、食品

廃棄物のバイオ処理その他の様々な応用展開を図ってい

るところである。一方、炭素材料は、リチウムイオン電

池の負極材としてすでに実用化されているが、現状の課

題の一つとして寿命が短いことが挙げられる。リチウム

イオン電池の充放電に際してはリチウムが黒鉛層間に出

入りし、それによって電極材料が膨張収縮を繰り返すが、

これによる電極材料の微細構造崩壊が寿命低下の一つの

要因と言える。材料の膨張収縮を考えた場合、その材料

のバルク形状が小さいほど、構造ひずみが散逸しやすい

ことになるが、黒鉛系電極材料は 小で数十ミクロンの

粒子サイズをもっている。これを本手法で粉砕すること

によって積層構造を保ったまま立方体に近いサブミクロ

ンスケールの微粒子化がなされれば、電極の長寿命化と

高性能化が期待されることになる。本支援研究では新型

湿式粉砕法を用いて高性能電極材料として期待される炭

素微粒子を製造するため、その 適粉砕条件を明らかに

することを目的に検討を行った。電子顕微鏡による粉砕

試料の形態・構造解析を行い、粒子の粉砕効率、粒子サ

イズ、粉砕による結晶構造変化等を調べた結果、サブミ

クロンサイズの微粒子の生成が確認されたが、その生成

率が十分でなく、今後は試料の粉砕効率をもっと向上で

きる条件を確立する必要がある。 

［分 野 名］環境、エネルギー 

［キーワード］粉砕、炭素微粒子、リチウム電池 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］移植臓器の保存剤を指向した新規凍結保

存剤の開発 

［研究代表者］西村紳一郎（糖鎖工学研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、人体組織の保存剤（特に移植臓器）として

応用可能な新規凍結保護剤を開発し、その大量合成技術

を確立する、更に研究用試薬としての実用化を目指すも

のである。 

 本年度は、天然型と比してより容易に調整できる

AFGP 類縁体の設計、およびその大量調整技術の確立

を目指して研究を行った。AFGP は、2糖－トリペプチ

ドからなる糖ペプチドの繰り返し構造からなるが、単糖

であっても不凍活性を有することを見出し、合成経路の

大幅な簡略化を達成した。また、出発物質として、ガラ

クトサミンを用いることで、大量合成を行う際にネック

となる窒素を導入するステップを省略することが可能と

なり、全収率の大幅な向上を達成した。 

 本不凍糖ペプチドが移植臓器保存として有効で、人体

に対して安全であり、且つ安価な製造が可能になれば、

人体組織の保存用薬品としての販売が期待される。移植

医療は1997年に「臓器の移植に関する法律」が成立する

など将来重要な医療技術の一つとなると予測される。当

面、本不凍糖ペプチドを研究試薬として供給し、移植医

療の発展に貢献することが期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］不凍糖タンパク質、糖鎖工学、細胞･臓

器保存剤、再生･移植医学 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］高機能コンクリート型枠（スマートモー
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ルド）の開発 

［研究代表者］永井 英幹（スマートストラクチャ研究

センター） 

［研究担当者］永井 英幹、吉田 均 

［研 究 内 容］ 

 今日大量に使用されているコンクリート二次製品の製

造においては、コンクリート硬化後の型枠外し作業に多

くの手間が費やされている。そこで、研究担当者らが開

発してきた TiNi 合金と弾性体とを複合化して外部部材

を用いずに可逆的な形状変化する構造体を適用して、型

枠外しに必要な形状変化を容易に生じさせ、脱型作業を

簡単に完了可能とする高機能コンクリート型枠の開発を

行った。 

 H15年度は、型枠の概念設計、試作機の設計、製作を

行い、性能実験・改良を重ね製品開発を進めた。また対

象となるコンクリート二次製品にあわせての設計のため、

脱型機能原理をモデル化し、変形ストロークならびに脱

型荷重の算出式を確立した。試作機は、円筒形状の型枠

は、当初想定したアクチュエータからの駆動力を引張で

利用するタイプの他、せん断で利用するタイプ、曲げで

利用するタイプ（曲げ型）を、さらに形状を角形にした

場合（桝型）を加えて、多くの形状に対応するため4種

類を設計・製作した。実験の結果4タイプとも設計通り

の機構で脱型が可能であることを確認したが、製品化時

のコストを抑える目的から、TiNi ワイヤが少なくてす

む曲げ型、桝形に注力した。脱型のための変形ストロー

クは1.8mm 程度で安定して推移した。機構や形状の改

良の結果、当初の設計仕様0.5mm を大きく上回り、実

用化のために十分な量である。実際にコンクリートでの

脱型にも繰り返し成功している。 

 これにより、脱型作業効率化の他、複雑な取り外し機

構が不要になることからコンクリート二次製品の設計変

更への対応が手軽になり、新製品開発のスピードアップ

にも貢献するものと期待される。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］コンクリート型枠、脱型、TiNi 合金ワ

イヤ、可逆的形状変化、実用化 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］工具寿命延伸規範型工具パス生成機能を

もった CAM の開発 

［研究代表者］尾崎 浩一（ものづくり先端技術研究セ

ンター） 

［研究担当者］碓井 雄一（ものづくり先端技術研究セ

ンター 加工技術研究チーム） 

大塚 裕俊（大分県産業科学技術センタ

ー） 

上杉 照明（エスティケイテクノロジー

（株）） 

［研 究 内 容］ 

（目標）エンドミル工具による凹部ポケット加工におい

て、輪郭に沿った工具パスによる切削ではコーナ部で切

削負荷が非常に大きくなって工具寿命が著しく短縮する

ので、切削抵抗を常に一定にし、かつ高速加工が可能な

工具パスと加工条件の生成が望まれる。本研究では、大

分県産業科学技術センターの技術シーズを用いてそのよ

うな「工具寿命延伸規範型工具パス生成機能をもった

CAM の開発」を行う。 

（計画）エンドミルによる凹部切削加工において切削負

荷が一定でかつ早い切削送り速度を可能にするために、

現在保有する技術シ－ズとしての切削抵抗予測式に基づ

き、 適な工具パスを決定するアルゴリズムを構築する。

作成されたアルゴリズムに基づいて、実用的な CAM を

開発し、開発された CAM を用いて実際に加工して従来

CAM に対する優位性を評価するとともに、依託先企業

において自社の加工システムを構築して実際の生産に利

用し、その有効性を実証する。 

（年度進捗状況）大分県産業科学技術センターの技術シ

ーズで凹部ポケット加工において切りくずの厚さと長さ

が定められた 大値を超えないような工具パスを生成す

るアルゴリズムを作成した。このアルゴリズムに基づき、

凹部ポケット加工のための工具パスを生成する CAM を

開発した。新開発の CAM で生成された工具パスを使っ

た加工では、 大切削力が良く制御され、産総研設置の

マシニングセンタでは、機械剛性が低いために従来の工

具パスではチッピングが激しくて加工できないようなポ

ケット加工が可能になり、依託先企業に設置のマシニン

グセンタでも、超硬合金工具の寿命が10倍程度に向上し

た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］切削加工、工具寿命、CAM、工具パス 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型）[k1] 
［中 項 目 名］高温ロールプレス法による圧密単板製造

技術の研究 

［研究代表者］金山 公三（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］金山 公三、小畑 良洋 

［研 究 内 容］ 

目標：圧密木材の実用化のネックとなっている高コスト

を低減する加工技術を開発することを目指す。手段とし

て、従来の厚板ではなく薄い単板を対象とすることでロ

ール加工の問題点を解消し、さらに、従来は避けていた

熱分解を積極的に利用することにより加工の時間短縮を

はかる。この方法を実現するために不可欠となる、ロー

ル加工の 適条件の把握を目標とする。 

研究計画：高温ロールプレス法によって木材単板の圧密

加工を行うことにより、圧密変形の固定ならびに強度と

硬度を大きく向上させることが可能であるが、この圧密
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処理による木材の機能性向上のメカニズムは把握できて

いない。また、本技術における木材の熱処理温度が熱分

解を生じる高温の条件であるため、この技術を実用化す

るためには熱処理によって圧密固定した木材の各種物性

評価が非常に重要となる。そこで、圧密木材の各種物性

評価を行い、圧密木材の製造条件を 適化するための基

礎データの収集ならびに高温熱処理を利用した圧密木材

の機能性向上のメカニズムについて解明を進める。そし

て、これらの基礎データに基づいて、実用化装置の設計

や加工条件の 適化を行う。 

年度進捗状況：圧密加工条件に関する基礎データの収集、

ならびに圧密単板を使用した製品の性能評価を行った。

その結果、圧密単板の製造は、実際の製造で許容できる

加工時間と圧密した単板の熱処理による形状固定の状態

を考慮し、温度280℃、加工時間30秒での処理が 適な

加工条件であることを確認した。そして、この加工条件

で圧密した木材単板の材料性能（ブリネル硬さ、耐摩耗

性）について検討を行ったところ、住宅フローリング用

の表面化粧材としての使用を想定した場合、一般の製品

とほぼ同等、もしくはそれ以上の性能をこの加工処理に

よって付与することが可能であることを確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］木質材料、圧密加工、ロール加工 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］摩擦撹拌接合を用いた難燃性マグネシウ

ム合金の接合技術の開発[k2] 
［研究代表者］斎藤 尚文（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］斎藤 尚文、重松 一典、鈴木 一孝、 

今井 恒道 

［研 究 内 容］ 

 種々の板厚（0.5～2.0mm）、カルシウム含有量（1～

3質量%）の難燃性マグネシウム合金を対象として、接

合部で難燃性を損なうことなく高い強度を持つ継手を作

製するための、摩擦撹拌接合技術を開発し、以下の成果

を得た１）板厚が0.8mm～2.0mm の範囲で、摩擦撹拌

接合により作製した継手の引張強さが母材の90%以上と

なった、２）接合部の金属組織観察では、摩擦撹拌に起

因して結晶粒の微細化とともにカルシウムも微細化して

接合部内にほぼ均一に分布することが明らかになった。

また接合部は母材よりも高い耐食性を示した、３）大型

部材を製作するための基礎研究として、複数の板材を突

き合わせて摩擦撹拌接合し、熱間ローラーによる矯正加

工を行うことによって、摩擦撹拌接合によって生じた熱

変形（三次元状のたわみ）はほとんど解消された。また、

本研究で開発した接合技術を使用して、難燃性マグネシ

ウム合金製のルーフボックスを試作した。本研究の成果

により、現在では製造困難な大型の難燃性マグネシウム

合金板材（高強度で変形が小さい）を製作することが出

来るようになり、これによって難燃性マグネシウム合金

の鉄道車両用部材、自動車部品、スポーツ関連部品など

への活用が期待できる。 

［分 野 名］ナノテク・材料、製造 

［キーワード］難燃性マグネシウム合金、摩擦撹拌接合、

結晶粒微細化 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］マグネシウム合金の高強度表面改質技術

の開発[k3] 
［研究代表者］重松 一典（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］重松 一典、鈴木 一孝、今井 恒道、 

斎藤 尚文 

［研 究 内 容］ 

 マグネシウム合金は高比強度軽量材料として優れた特

性を有している。しかし、耐食性に劣ること、硬さが低

いため表面近傍で変形しやすいこと、耐摩耗性に劣るた

め摺動部において大きな磨耗が発生することが大きな欠

点である。そこで本研究では、マグネシウム合金表面に

厚さ数百μm 以上の高硬度金属間化合物層または合金化

層を形成し、それにより表面の硬さ、強度等の機械的特

性を向上させる技術を開発した。(1)プラズマ溶射により

合金化物質をコーティングした後、レーザ照射により合

金化を行った。形成された合金化層の組織および硬さや

耐摩耗性などを評価し、 適なレーザ合金化条件の選定

を行った。(2)さらに、レーザの多重照射による大面積の

合金化を行い、実用化への基礎的検討も行った。(3)一方、

マグネシウム合金表面にアルミニウム粉末を溶射し、そ

れを不活性ガス中で加熱・反応させることにより、マグ

ネシウム部材の表面を数百μm の高硬度金属間化合物層

で被覆する技術を開発した。(4)また、摩擦撹拌プロセス

による AZ91鋳造材の表面強化を行い、結晶粒径を5μm
以下まで微細化するとともに、引張強さ及び伸びを向上

させることに成功した。今後、曲面を有するパイプ材な

ど具体的な部材に適用することより、マグネシウム合金

製の軽量自転車や、介護者の負担をできる限り低く抑え

るための福祉機器や医療機器への活用が期待できる。 

［分 野 名］製造プロセス 

［キーワード］マグネシウム合金、表面改質、摩擦撹拌

プロセス、レーザプロセッシング 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］難燃性マグネシウム合金鋳造材の減圧精

製法による高品質化に関する研究 

［研究代表者］坂本 満（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］上野 英俊 

［研 究 内 容］ 

１）目標：商業規模の大容量の難燃性マグネシウム合金
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を対象とした大気溶解技術及び高品質鋳造素材の製造

技術を確立する。 

２）研究計画：難燃性マグネシウム合金の高品質化に不

可避である溶湯精製技術及び合金中の非金属介在物の

定量評価技術を確立し、鋳造インゴットの塑性加工性

を改善するための組織制御技術の検討及び開発、大型

溶解炉における溶解・減圧精製技術の実証を行う。 

３）年度進捗状況（単年度 PJ）： 

 難燃性マグネシウム合金の鋳造材及び塑性加工用素

材を工業的に量産するために、低コストの大気溶解技

術、溶湯中介在物精製技術、高品質素材鋳造技術を確

立することを目的とし、商業規模の大容量の難燃性マ

グネシウム合金を対象とした大気溶解技術及び高品質

鋳造素材の製造技術を確立する。ここでは、難燃性マ

グネシウム合金の高品質化に不可避である溶湯精製技

術及び合金中の非金属介在物の定量評価技術を確立し、

鋳造インゴットの塑性加工性を改善するための組織制

御技術の検討及び開発、大型溶解炉における溶解・減

圧精製技術の実証を行った。 

 具体的には、産総研においては減圧法による溶湯清

浄化技術（産総研特許）を基に、AZ30、AM60、

AZ91などのマグネシウム合金にカルシウムを添加し

た難燃性マグネシウム合金を対象として、溶解温度お

よび減圧処理時の温度、真空度、時間等の観点から

1.5～2kg 程度の溶解量で基礎実験を行った。 

 一方、相手企業（株式会社戸畑製作所）では、溶解量

50kg の減圧装置を付けた生産用溶解炉を設置し、産総

研で得られた基礎データーを基に、生産装置での実証試

験を行った。その結果、鋳物、肉厚成形材には十分な精

製技術を確立したが、薄板材や細線に加工するには、鋳

造メーカーとして技術力のある溶湯ろ過技術を併用する

必要を認め、これを適用することにより好結果を得た。 

［分 野 名］材料・ナノテク 

［キーワード］マグネシウム合金、難燃化プロセス、溶

湯精製 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］磁性吸着剤の用途開発 

［研究代表者］野村 明（計測標準研究部門） 

［研究担当者］石川啓一郎、井原 俊英 

［研 究 内 容］ 

 各種吸着機能を有し、かつ磁場で捕集できる磁性吸着

剤を用いた重金属、有害有機物等の環境汚染物質の高度

処理技術を開発した。本研究はこの技術を広く実用に供

すると共に、より波及効果の大きい用途を開発するため

に行った。 

 この磁性吸着剤に対し、産総研は産業界に対してより

波及効果が高く、かつ新規プロセス立ち上げが可能な新

規用途開発を行う。また、共同研究相手先企業は磁性吸

着剤の大量生産技術の確立と、コストダウンのための研

究開発を行う。更に磁場による磁性吸着剤の効率的回収

技術について、連携機関に研究委託する。具体的にはマ

グネットにより磁性吸着剤を分離回収する実験を行い、

磁気力利用の効率的な回収に資する実験データを得る。 

 産総研保有の特許第2949145号の磁性体製造方法をベ

ースに、実用に適する安価で効率的な製造方法を検討し、

以下の結果を得た。 

① 含浸法とポアフィリング法では操作性を考慮すると、

ポアフィリング法が有利であった。 

② クエン酸にかわる有機酸を検討したが、現時点では

従来のクエン酸処理が 良と判断された。 

③ 鉄塩の検討の結果、硝酸鉄が 良であった。 

④ これらの磁性体をベースとし、フミン酸吸着用磁性

シリカの調製について検討した結果、アミノ処理品は

磁力の低下がみられず、フミン酸吸着用磁性シリカと

して有効であった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］磁性吸着剤・汚染物質処理・磁気分離 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（共同研究

型） 

［中 項 目 名］光パルス加熱サーモリフレクタンス法薄

膜熱物性測定装置の実用化 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］竹歳 尚之 

［研 究 内 容］ 

 本共同研究においては産総研が保有する特許とノウハ

ウを実用機のユニットとして組み込める状態まで完成さ

せるとともに、共同研究相手機関である株式会社ベテル

において熱物性計測機器の開発経験をもとに光パルス加

熱サーモリフレクタンス法薄膜熱物性測定装置をシステ

ムそして完成させ実用測定機として完成させた。 

［分 野 名］標準、ナノテク・材料・製造 

［キーワード］薄膜、微小領域、熱拡散率、熱物性、サ

ーモリフレクタンス法 

 

［研 究 題 目］地域中小企業支援型研究開発（技術シー

ズ持込み評価型） 

［中 項 目 名］ナノ硬さ試験機の高度化支援 

［研究代表者］服部浩一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高木 智史 

［研 究 内 容］ 

（目標および研究計画） 

 半導体に代表される次世代産業、革新的デバイスの製

品開発を効率的・競争的に進めるためには、計測技術か

らの開発支援が不可欠である。特に力学特性計測技術の

ナノ領域への展開はきわめて遅れている。国内メーカー

のハードウエア性能は、国外のメーカーと比較してもそ

れほど遜色が無いが、ユーザーインターフェイスや解析
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プログラムの違いより、海外製品が国内の高度な利用者

の間ではスタンダードマシンとなりつつある。本研究で

は、現在すでに販売され国内で広く使われている試験機

に、制御アルゴリズムの改良および解析ソフトウエアの

改良を行うことで高度な測定の可能なナノ硬さ試験機を

実現する。 

（年度進捗状況） 

 押し込み深さ測定の原点（ゼロ点）の検出を従来の速

度方式から圧子の振動振幅の強度検出による検出アルゴ

リズムへと改良した。従来は多くのサンプリング点が必

要であった表面検出が数点でできるようになり、表面検

出の精度を向上した。 

 ナノメートルオーダーの測定において変位測定デバイ

スの温度によるドリフトの影響は大きい。測定ごとに温

度ドリフトによる影響を測定しそのデータを基にしてデ

ータを補正することで測定値の信頼性を向上した。 

 測定に用いる圧子の形状はナノメートル領域の押し込

みでは理想的な形状とはいえない。硬さや弾性率といっ

た力学特性値を求めるために圧子の実形状を補正する力

学特性解析アルゴリズムを開発した。 

 本研究の成果により、これまで測定のみを行うだけで

あった試験機に計測ソフトウエアの信頼性向上だけでな

く、高機能な解析ソフトウエアの機能を組み込むことが

可能となり、より廉価で高機能な装置を供給することが

可能となった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］硬さ、微小領域、ナノインデンテーショ

ン 

 

［研 究 題 目］中小企業産業技術研究開発委託費（地域

中小企業支援型研究開発） 

［中 項 目 名］糖鎖付加型増殖因子の実用化研究[k8] 
［研究代表者］浅田 眞弘 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］今村 亨、本田 絵美 

［研 究 内 容］ 

 繊維芽細胞増殖因子はそれ自体が細胞の増殖を促して

治癒を促進するので、創傷治療薬として期待されている。

しかし天然型細胞増殖因子では潰瘍組織中での安定性な

どの問題が未解決で、高用量・頻回投与が必要である。

産総研においては繊維芽細胞増殖因子に糖鎖を付加する

ことで安定性を向上すると同時に、炎症環境での自己活

性化が期待できる第二世代の剤形を創製した。そこで、

本研究では、産総研にて開発された糖鎖付加型高機能細

胞増殖因子について、これを実用化するための至適化及

び生産技術の確立を主たる目的とした。 

 標的糖蛋白質を生産・分泌する哺乳動物細胞株を作成

し、さらに遺伝子増幅を施すことで、生産量を100倍以

上に高めた株を樹立した。また、導入する遺伝子に部位

特異的点突然変異を導入したところ、比較的均一性の高

い糖蛋白質が発現・分泌されることを確認した。さらに、

得られた糖鎖付加型細胞増殖因子を機能評価に供したと

ころ、実験的皮膚創傷の治癒を促進する機能があること

が確認された。 

 本研究によって、糖鎖付加型高機能細胞増殖因子の大

量生産系、精製法を確立し、その機能が実証できたこと

から、これを医薬品として開発する道筋は整ったものと

考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞増殖因子、糖鎖工学、皮膚潰瘍治療

薬 

 

－原子力発電施設等安全技術対策委託費－ 

［研 究 題 目］原子力安全基盤調査研究（総合的評価） 

［研究代表者］杉山 雄一（活断層研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、原子力安全・保安院が大学、民間等の研究

機関に委託して実施している公募型研究であり、原子力

発電所等の安全性に関して、原子力の工学領域に加えて、

地震学・地質学や人文・社会科学領域の知識基盤に係わ

る調査研究を実施することにより、原子力施設の安全基

盤の充実に資することを目的としている。産業技術総合

研究所は、本研究の中の総合的評価を担当している。総

合的評価は、大学、民間等の研究機関が実施した個別研

究の成果を体系的に整理・総括することを目的としてい

る。また、この総合的評価では、個別の研究成果のより

高度な体系化を図るため、地震・活断層分野の先端的課

題の解明を目的とする陸域活断層調査、海域活断層調査、

地下地質調査の3つの調査を併せて実施している。これ

ら3つの調査は、それぞれ、活断層研究センター、海洋

資源環境研究部門、地球科学情報研究部門が分担実施し

ている。この他、平成15年度には、活断層・地震関係分

野の提案公募事務と評価事務（これらの事務は16年度か

らは原子力安全基盤機構が担当）を当センターの斉藤勝

が担当した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］原子力、地震、活断層、安全性 

 

［研 究 題 目］原子力安全基盤調査研究（総合的評価） 

［中 項 目 名］陸域活断層調査 

［研究代表者］吾妻 崇（活断層研究センター）  

［研究担当者］吾妻 崇、杉山 雄一、下川 浩一、 

寒川 旭、奥村 晃史、後藤 秀昭、 

町田 洋 

［研 究 内 容］ 

 今年度は、「5万年基準適用性に関する研究」の2年次

（全3年）として、前年度から調査を行なっている北海

道南西部の黒松内低地断層帯において蕨岱断層と呼ばれ

る活断層でトレンチを掘削し、 新活動時期を明らかに

した。掘削地点については、従来の知見では Kt-2火山
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灰（約5万年前に降下）に覆われる中位段丘に約10m の

西上がりの変位があるとされている。トレンチはこの活

断層の断層崖を横切って、ほぼ東西方向に延びる形で掘

削された。トレンチ壁面では、隆起側に中位段丘堆積物

とその基盤をなす知来川層と呼ばれる陸成砂礫層（中期

更新世）、低下側に 終氷期の砂礫層と砂礫・泥炭互層

からなる完新世堆積物が観察された。断層は、知来川層

と 終氷期の砂礫層との境界をなす約20度で西へ傾斜し

た低角逆断層で、完新世堆積物の下部までを変位させて

いる。完新世堆積物の年代測定を行なった結果、

BC6,450-BC3,700年以降、BC3,330-BC2,570年以前に、

新活動と思われる断層活動があったことが明らかにな

った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］黒松内低地、活断層、逆断層、5万年基

準 

 

［研 究 題 目］原子力安全基盤調査研究（総合的評価） 

［中 項 目 名］海域活断層調査 

［研究代表者］岡村 行信（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］岡村 行信、片山 肇、池原 研、 

板木 拓也、大村亜希子 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、分解能が高く表層付近の活構造や堆積作用

の解明に有効な3.5kHz サブボトムプロファイラー

（SBP）記録をデジタル化して使いやすいデータベー

スを構築すること、さらに SBP 記録の反射面深度と柱

状試料の堆積速度データを組み合わせて堆積速度の面的

な分布を明らかにし、断層活動時期を推定するための基

本的データを整備することを目的としている。平成15年

度は東北沖から北海道南西沖日本海で実施した GH90、

91、92、93、94航海で得られた SBP 記録をデジタル画

像に変換し、測線ごと整理した。また、日本海東縁の27

地点で採取された柱状試料に含まれる放散虫化石を用い

て年代決定を実施し、それらの完新世の堆積速度が5-

85cm/千年の間で変化し、もっとも大きいのは富山湾、

もっとも小さいのは北海道沖の日本海盆底にあることが

明らかにした。東海・熊野沖大陸斜面から得られた柱状

堆積物の21試料と十勝沖海域で得られた15試料放射性炭

素を用いた年代測定を行い、断層近傍の不整合面の年代

と斜面域で堆積物が不均質に分配されていることを明ら

かにした。また、熊野灘の2カ所で採取した柱状堆積物

中の有機物を分析し、タービダイト多産層準では沿岸域

からの物質供給が多かったことを明らかにした。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活断層、海域、サブボトムプロファイラ

ー、堆積速度 

 

［研 究 題 目］原子力安全基盤調査研究（総合的評価） 

［中 項 目 名］地下地質調査 

［研究代表者］横倉 隆伸（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］横倉 隆伸、加野 直巳、山口 和雄、

田中 明子、大滝 壽樹、伊藤 忍、横

田 俊之、駒澤 正夫  

［研 究 内 容］ 

 本研究では、リニアメントや断層が想定されていなが

ら、活断層が認定されていない地域などの地下地質を調

査することにより、活断層の存否を解明するための調査

法の研究と実地調査を行っている。2003年7月26日に宮

城県北部において、伏在断層による顕著な被害地震が発

生した。当地域周辺において地震と地下構造との関係を

詳細に明らかにすることは、今後の原子力施設の耐震安

全性評価にとって極めて重要なことであり、当研究の目

的とも合致している。このため、急遽、調査地を当初予

定していた京都盆地南部から宮城県北部地域に変更した。

調査は石巻市～矢本町～南郷町に到る約17km の測線に

沿って、大型バイブレータ1台を震源に用いて実施した。

その結果、須江丘陵東縁を南東方向に延長した線上の直

下に、明瞭な東落ちの落差が認められ、これは想定され

ている石巻湾断層の北方延長部に相当すると考えられる。

この反射面の食い違い部から西へ傾斜する反射面が基盤

中にかすかではあるが断続的に認められる。これは、震

源域へと続く断層面である可能性がある。石巻湾断層は、

まさに、余震分布により想定された震源断層の上方延長

に伏在していた。したがって今回の地震は、活断層とし

て認識されていた旭山撓曲の深部に関連するものではな

く、地質断層として知られていた石巻湾断層の深部延長

域で起こったものと考えられる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］伏在断層、宮城県北部の地震、石巻湾断

層、撓曲 

 

－放射性廃棄物処分基準調査等委託費－ 

［研 究 題 目］地層処分技術調査等（塩淡境界面形状把

握調査） 

［研究代表者］楠瀬勤一郎（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］楠瀬勤一郎、丸井 敦尚、内田 利弘、 

光畑 裕司、松林 修、宮越 昭暢、 

林 武司、奥山 康子、二宮 芳樹 

［研 究 内 容］ 

 塩淡境界面に沿った地下水流動は、核種が処分場から

生物圏へ移行する際の主要な経路であると考えられる。

処分場の隔離性能を評価するためには、塩淡境界面の形

状やその変動、境界面に沿った地下水流動などの性質を

解明する必要がある。平成15年度は、茨城県東海村の日

本原子力研究所の敷地内に、2kmX2km 程度の研究試験

地を設定し、蓮沼試験研究地で検証した手法を用い、塩

淡境界面の把握を行った。試験地内にある加速器リンク

の建設予定地には、日本原子力研究所により多くの浅層

地下水の観測井が設置され、塩淡境界面の上面が観測さ
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れている。本研究では、日本原子力研究所敷地内外に、

これらの井戸を補完する形で地下水観測井の整備を行い、

塩淡境界面の位置とその変動の観測を開始した。また、

電気探査と弾性波探査を行って、調査地の地質構造を明

らかにした。観測井掘削時に地質サンプルの分析や各種

の物理検層等の結果から、試験地の深度200m までに2

層の滞水層があり、それぞれに塩淡境界面が存在するこ

とが確認された。また、深部地下水など、長期間滞留し、

化学的に平衡状態になっている地下水の組成を、岩石－

水反応試験および岩石組成から化学平衡理論による推定

により求めることを目的として、地下水データベース・

深部岩盤データベースの構築、岩石－水反応試験を継続

している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地層処分、塩淡境界面 

 

［研 究 題 目］地層処分技術調査等（沿岸域断層評価手

法の開発に関する研究調査） 

［研究代表者］楠瀬勤一郎（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］楠瀬勤一郎、古宇田亮一、岸本 清行 

［研 究 内 容］ 

 海に囲まれたわが国では、処分場を考える上で沿岸域

の断層・破砕帯についての情報は、立地および生物圏へ

の各種移行経路を考える上で無視することはできない。

本調査では、地層処分場の候補地選定の際に重要な考慮

事項となる可能性がある沿岸海域に於ける断層・大規模

破砕帯の分布と性状を、隣接する陸域と海域の活断層調

査文献から推定し、評価する手法を確立する。 

 平成15年度は、陸域・海域の地質・地形の調査を行っ

ている産総研と国土地理院、海上保安庁、海洋研究開発

機構、石油天然ガス・金属鉱物資源機構が所有する断

層・破砕帯調査デーダの調査特性を調べ、データの存在

する場所やデータについての概要、関連情報を一括した

索引データ（メタデータという）の収集を開始した。こ

れらのメタデータについて、標準化した形式で統合、公

開するための準備を始めた。陸域断層調査文献と海域断

層調査の結果を統合する際の技術的な問題点に関する総

合的な調査を行い、断層・大規模破砕帯の分布と形状を

明らかにするための諸要素を検討した。さらに、沿岸域

調査に関わる音波探査・電磁探査等の地下構造調査手法

の現状と問題点を明らかにした。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地層処分、沿岸域、断層 

 

－石油天然ガス基礎調査等委託費－ 

［研 究 題 目］メタンハイドレート開発促進事業 

（物性・動特性に関する研究開発） 

［研究代表者］海老沼孝郎（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］海老沼孝郎、皆川 秀紀、内田 努、 

長尾 二郎、竹谷 敏、大村 亮、 

（職員6名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、海底堆積層及び永久凍土地帯に分布す

る天然ガスハイドレートを新たな資源として利用するた

めに、天然ガスハイドレートを含む堆積層から天然ガス

を経済的かつ安全に生産する技術の開発を 終目標とす

る。このためには、天然ガスハイドレートを含む堆積層

の態様の解明、天然ガスハイドレートの分解挙動の解明、

生産シミュレータの開発及び天然ガスハイドレートを分

解しガスを採収する手法の開発が必要である。特に本課

題においては、天然ガスハイドレート堆積層の基礎物性

と分解動特性の解明に注力し、コア・スケール（直径

50-100mm、長さ200-300mm 程度）の実験からガス産

出方法の評価が可能な室内実験規模へ展開する。本課題

の成果は、産総研地圏資源環境研究部門を中心に開発さ

れる生産シミュレータとともに、 終的にはガス採収手

法の開発に資する。平成15年度は、以下の研究を実施し

た。 

(a) 基礎物性の解明 

 X 線回折、ラマン分光及びガスクロにより、3成分

及び4成分から成るガスハイドレートのガス密度評価

法を開発した。マイクロフォーカス X 線 CT の画像

解析から、孔隙率及び孔隙径分布の定量的情報を取得

する手法を確立した。実堆積層の温度、圧力条件にお

いて、浸透率及び力学強度を解析する手法を確立する

とともに、孔隙スケールでのメタンハイドレートの産

状とこれら特性値の関係を明らかにした。 

(b) 分解動特性の解析 

 実堆積層の温度、圧力条件において、減圧法、熱刺

激法（温水循環及び熱水圧入）を想定したコア実験手

法を確立するとともに、生産条件（減圧度、加熱度）

とガス産出挙動（産出レート、ガス回収率、水の産出

挙動）の関係を定量的に求めて、各手法の比較評価を

可能とした。また、熱流束と分解速度を精度よく実測

する実験を行なって、メタンハイドレート分解過程の

熱収支を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ガスハイドレート、天然ガス、資源開発、

物性、動特性、利用 

 

［研 究 題 目］メタンハイドレート開発促進事業（生産

シミュレータ開発に関する研究開発） 

［研究代表者］山口 勉（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］山口 勉、駒井 武、天満 則夫、 

當舎 利行、及川 寧己、青木 一男、 

緒方 雄二、桝井 明、坂本 靖英、 

川辺 能成、羽田 博憲、前川 竜男 

［研 究 内 容］ 

１）物性・動特性－異種ガスを用いた新生産手法開発－ 

 メタンガスハイドレートの資源開発技術において、
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海底下ハイドレート層からのガス生産手法の確立が急

がれている。海底下地層中に賦存するメタンハイドレ

ートを原位置で水とガスに分解させ、発生したガスを

回収する必要がある。分解手法としてハイドレートに

対して異種ガスを接触させ、メタンハイドレートの相

平衡条件を分解領域にする異種ガス法がある。この異

種ガスを利用したメタンハイドレート分解手法を検討

した。 

２）生産シミュレータ－圧密挙動評価モジュール－ 

 メタンハイドレート（以下 MH とする）開発にお

いて、安定した MH 生産を維持するためには開発時

における MH 層の圧密変形挙動を把握し、地層全体

や生産井の安定性等を検討することが不可欠である。

従って、ここでは、MH 層の圧密変形挙動を高精度

で予測・評価する圧密挙動評価モジュールを構築し、

安定した MH 生産に資することが目的である。改良

したモジュールを検証するため、一連の感度解析を実

施した。 

３）生産シミュレータ－浸透率評価モジュール－ 

 浸透率評価モジュールに関する研究開発を実施する

ため、熱・物質移動解析手法などの浸透流解析手法の

検討、3次元解析領域の作成、不飽和流動条件下での

相対浸透率に関する実験的検討および浸透率評価・測

定手法に関して各種の解析的、実験的検討を行った。 

４）生産シミュレータ －シミュレータの統合化－ 

 メタンハイドレート（以下 MH とする）の貯留層

を評価し、資源としての開発可能性を検討するために

は、生産シミュレータの開発が不可欠である。本研究

では、各種計算モジュール群を既存シミュレータ

（FEHM）に組込み、動作確認等を行い、生産開発

用の専用シミュレータへの移行を効率的に進めること

を目的としている。また、MH からのガス産出挙動

に大きな影響を与える物性の絞込みのために、物性値

を適当と思われる範囲で変化させながらも諸物性がガ

ス生産挙動に与える感度分析も行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メタンハイドレート、生産、シミュレー

タ 

 

－産業技術研究開発委託費－ 

［研 究 題 目］産業技術研究開発委託費（印刷画像向き

データ圧縮方式の標準化） 

［研究代表者］樋口哲也（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］岩田昌也、坂無英徳  

［研 究 内 容］ 

 本件は、リアルワールドコンピューティングプロジェ

クト（次世代情報処理基盤技術開発事業）における研究

業績等を基に開発された高精細2値画像データ可逆圧縮

技術を、下記のように国際標準化することを 終目標と

している。 

－国際標準化機構（ISO）と国際電気標準化会議（IEC）

との合同専門委員会の静止画像符号化に関する作業部

会（ISO/IEC JTC1 SC29/WG1）において、2値画

像符号化の現行標準である JBIG2方式の追補として

採用されること。 

－ISO の印刷用製版データ交換に関する作業部会（ISO 

TC130/WG2）において、電子製版画像データ交換用

タグ付きファイルフォーマット TIFF/IT における一

符号化方式として採用されること。 

 本年度の研究開発は、下記の2項目に大別される。す

なわち、(1)国際規格骨子提案ならびに国際標準化活動

計画立案と、(2)符号化方式に関する研究開発である。 

 (1) に 関 し て は 、 ISO/IEC JTC1/SC29/WG1 、

ISOTC130/WG2に対して標準化活動を進めた。SC29/ 

WG1では、東京会合（2003年7月）において FDAM 

(Final Draft AMendment)投票結果が確認され、反対

もコメントも無く承認された。その後、 ISO/IEC 

14492:2001/Amd 2:2003 | ITU-T Recommendation 
T.88 (2000) Amendment 2 (06/03)として、それぞれ

ISO および ITU-T から出版された（以下、JBIG2-

AMD2とよぶ）。 

 一方、TC130/WG2では、京都会合（2003年9月）に

おいて、TIFF/IT に JBIG2-AMD2のデータストリーム

を導入するための拡張案を、産総研が主体となって日本

から提案した。この提案は各国の賛成を得ることができ、

2004年1月までに新作業項目提案（NWIP: New Work 
Item Proposal）を提出することが要請され、次回会合

までに投票が開始されることも決定した。 

 (2)に関しては、JBIG2-AMD2の汎用性を向上させ、

産業界での普及を促進するために、多値及びカラー画像

を効率的に圧縮する方式に関する研究開発を行った。ま

た、圧縮パラメータを自動計算する学習機能を強化する

ため、学習及び 適化に関する研究開発を行い、数秒で

の圧縮パラメータ調整を実現した。そのほか、暗号化お

よび電子透かし機能を強化し、暗号文の解読困難性に関

わる も困難な指標として知られる、選択平文攻撃への

耐性を実現した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］データ圧縮、デジタル画像フォーマット、

国際標準化 

 

［研 究 題 目］産業技術研究開発委託費（ノニルフェノ

ールの国際標準分析法開発） 

［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研究担当者］指宿 堯嗣、羽成 修康、堀井 勇一、 

谷保 佐知（職員2名、他3名) 

［研 究 内 容］ 

 ノニルフェノールは内分泌撹乱物質としての危険性が

指摘されているにもかかわらず、多数の異性体の混合物

であるため、現在の総量分析法では精度が不十分である。
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本研究ではノニルフェノールについて、高精度分析法を

新規開発し、国内外機関と協力し国際標準分析法へと結

びつける。平成15年度は昨年度に引き続き相対感度係数

にもとづいた NP の高度分離測定手法（ガスクロマトグ

ラフ質量分析法－選択的イオン測定法）を用いた、実環

境データ蓄積を行った。本方法ではノニルフェノール各

成分の測定に 適なフラグメントイオンをもとに内標準

物質に対する相対感度係数を算出し、高精度定量を可能

にした。その結果、従来法では測定が困難であった13種

のノニルフェノール成分について正確な定量が可能にな

った。また国際標準のための作業として ISO/TC147/ 

SC2のドイツ側コンビナーと打ち合わせをおこない、

ISO147イギリス総会において提案内容の説明を行った。 

［分 野 名］環境 

［キーワード］ノニルフェノール、JIS、ISO 

 

［研 究 題 目］産業技術研究開発委託費（極浅不純物注

入半導体の深さプロファイル分析のため

の標準化） 

［研究代表者］一村 信吾（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］一村 信吾、野中 秀彦、黒河 明、 

藤本 俊幸、鈴木 淳、溝田 武志 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、極微スケールの半導体素子の極表面層に注

入された不純物の深さプロファイル分析技術の確立に向

けた研究開発を実施し、その研究開発成果を踏まえて当

該技術の国際標準化を ISO TC201（Surface Chemical 
Analysis）において推進することを目標とする。 

 本研究に向けて、平成15年度においては、①高い深さ

分解能を実現するイオンスパッタリング技術、②スパッ

タされた試料原子の高信頼性検出技術、③深さプロファ

イル分析における分析分解能の評価に関する研究、④国

際規格案骨子作成及び国際標準活動、を主要課題として

設定した。 

 課題①においては、低速酸素イオンビームをシリコン

基板に照射し、形成された表面の荒れ構造を SEM およ

び AFM により形態観察し、AFM を用いることで十分

表面荒れを評価できることを確認した。更に低速酸素ビ

ームと同時に高濃度のオゾンガスを照射することで、表

面荒れの効果を低減できることを確認した。 

 課題②においては、固体原料の金属クラスター錯体を

昇華させ、レーザおよび電子衝撃によりイオンビーム化

する装置開発・整備を行った。また、クラスターサイズ

を大きくできる、液滴からのクラスター錯体イオンの発

生方法も検討し、実際に利用できるイオン源開発に向け

て種種の検討を進めた。 

 課題③においては、モデル試料の構成仕様を、国内委

員会での議論に基づいて確定し、厚さ間隔の異なる多層

デルタドープ層を作製した。現在同試料のラウンドロビ

ン試験に向けた予備データの取得を進めている。 

 後に、国際標準化に向けた課題④においては、半導

体極浅領域注入不純物のプロファイル分析の規格化に向

けて、半導体メーカー、分析機器メーカー、分析サービ

ス会社等の専門家や学識経験者からなる国内検討委員会

を通して、周期の短い多層デルタドープ層試料を用いた

深さ分析の校正法に関する議論を行った。 

［分 野 名］計測・標準 

［キーワード］シャロードーパント、SIMS、深さプロ

ファイル 

 

［研 究 題 目］産業技術研究開発委託費（映像の生体安

全性評価の標準化） 

［研究代表者］斎田 真也（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］斎田 真也、佐川 賢、氏家 弘裕、 

横井 孝志、喜多 佳子、岡本 清、 

黒田 祐介、塙 玲子、杉山 純子、 

浅野 由美、岡田よう子 

［研 究 内 容］ 

（目標）映像メディア産業の進展に伴い、人間生活に映

像の果たす役割が大きくなる中で、光感受性発作、映像

酔い、眼精疲労など映像の生体に及ぼす影響が世界的に

問題となってきた。本研究開発では、映像の生体安全性

評価の国際標準化の実現をめざして、映像の生体影響に

関するデータを収集し、映像の生体安全性評価法を開発

することを目標とする。 

（研究計画）映像による生体影響を、脳波や心拍・血

圧・瞳孔等の自律神経反応等の生理的データ計測と、主

観応答、身体動揺、眼球運動等の心理的データ計測とか

ら評価する。その際に、各計測項目の有効性の確認と、

これに基づく映像中の物理的パラメータやその他影響要

因の抽出、さらに計測データに基づく映像の生体安全性

評価の手法を開発する。 

（年度進捗状況）生理的データ計測と心理的データ計測

について、その有効性を確認し、映像中の物理的パラメ

ータ等影響要因の抽出を行う中で、主に以下の成果を得

た。生理的データ計測では、光感受性発作について、白

色点滅刺激による2～15歳の466例について性差、年齢差

を明らかにし、映像酔いについて、心拍と血圧との相互

相関係数の 大値であるρmax が有効であり、これに

基づき、影響の生じる時間帯が、酔いやすい映像の観察

開始数分後と十数分後との2回あることを明らかにした。

さらに、心理的データ計測から、映像酔いについて、視

線方向の軸に対するロール運動が比較的酔いやすく、ま

たこの運動を観察中の回旋眼球運動が指標として有効で

あること、さらに酔いの生じやすい映像中の0.5～2Hz
付近の映像の振動除去により、酔いが低減することなど

を明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］映像酔い、眼精疲労、光感受性発作 
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［研 究 題 目］産業技術研究開発委託費（歯車のナノレ

ベル形状評価のための計測器の校正原理

及びその原理に基づく校正方法の研究と

その標準化） 

［研究代表者］高辻 利之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大澤 尊光、直井 一也、近藤 孝之 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 高精度な歯車の形状を測定するために三次元測定機や

専用の測定機が使用されているが、しかし、これら測定

機を世界共通の標準を用いて校正する方法がなく、 高

級歯車（ISO 精度等級0～2）の精度が保証できないのが

現状である。ドイツでは、ドイツ物理工学研究所（PTB）

が独自に開発した歯車専用の測定機を原器として保有し、

この原器で測定した歯車を基準に測定機を校正している。

この原器の精度は世界 高といわれているが、しかし、

500nm より良い精度を保証することができない。アメ

リカでは、米国国立標準技術研究所（NIST）、その他

の認定機関の三次元測定機で測定した歯車が基準となっ

ている。しかし、三次元測定機は一般的な形状の測定を

考えて校正されるため、三次元測定機による測定形状の

保証精度は、歯車専用の PTB 原器よりも低いといわれ

ている。 

 本研究では、500nm より高い精度が保証できる歯車

の歯形評価のための測定機を校正する原器及び校正方法

について研究を行い、その成果を基に国際規格案を作

成・提案する。 

（研究計画） 

① アーティファクトの製作と校正技術の開発 

② 実証試験及び測定不確かさの評価 

③ 国際規格案骨子作成及び国際標準化活動 

（年度進捗状況） 

① アーティファクトの製作と校正技術の開発 

 ボールアーティファクトのボール取り付け方法につ

いて改良を行った。現在は、平成14年度に試作した2

個のマスタボ－ルの中心間距離を測定する装置を用い、

ボ－ル中心間距離を高精度に測定する実験を行ってい

る。 

② 実証試験及び測定不確かさの評価 

 マスタボ－ルの円弧を測定して歯形測定機を校正す

る手順、測定データの処理方法、測定結果の評価方法

について検討を行っている。また、ボールアーティフ

ァクトを測定する際の不確かさの解析を行っている。 

③ 際規格案骨子作成及び国際標準化活動 

 第1回目のプロジェクト運営委員会を開催し、本年

度の活動について審議を行った。ISO/TC60総会（5

月、ドイツ）、ISO/TC60/WG2会議（9月、シカゴ）

へ出席し規格提案のためのロビー活動を行った。歯形

測定機の校正方法の有効性を実証するため、国内企業

間のラウンドロビンテストを開始した。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］トレーサビリティ、歯車、歯形、インボ

リュート 

 

－製造技術高度情報化研究開発事業－ 

［研 究 題 目］デスクトップ型工作機械技術の研究開発 

［研究代表者］岡崎 祐一（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 微小かつ精密な金型及び機械部品の生産を対象に、そ

の主工程のひとつである切削加工に於いて、上記の課題

の解決を図り、超小型化を目指したデスクトップ型工作

機械の実用化に不可欠な基盤技術の開発を行う。超高速

主軸（回転速度毎分20万回転超）を用いた小型高精度の

ミリング加工機（実証機）の開発を平成15年度末におけ

る 終的な達成目標とし、平成15年度は、平成14年度ま

でに完成させた数値制御卓上型超高速ミリング加工機の

プロトタイプの運動精度および加工性能を評価した。 

 主軸消費パワーは 高で30W、回転精度は NRRO で

0.5μm 以下であった。リニアモータを採用した XY ス

テージの繰り返し位置決め誤差は0.1μm 以下であった。

XY ステージの円弧運動精度については、半径2mm の

円を描くとき、半径誤差は F=2mm/s のときに0.02μm、

F=10mm/s のときに1.5μm であった。象現切り替え時

の突起状運動誤差（象現突起）は X 軸の反転時のみに

現れ、その大きさは F=2mm/s のときには1.7μm、

F=10mm/s のときには2μm であった。 

 主軸回転速度200krpm にて直径0.5mm のスクエアエ

ンドミル工具を用い、A7075材に対して加工を行い、厚

さ30μm、高さ1.5mm の薄壁を残すことができた。ま

た、高速ポケッティング加工において、ステージの高加

速度性が十分に発揮された。 

 装置全体の消費パワーは、アイドル時270W、 高負

荷時500W であった。 

 以上の結果、開発した超高速主軸を備えたミリング加

工機の有用性が確認された。 

［分 野 名］材料・ナノテク・製造 

［キーワード］ミリング加工、マイクロファクトリ、小

形工作機械 

 

－その他－ 

［研 究 題 目］新燃料油研究開発調査（新燃料油導入影

響調査（バイオマス燃料の軽油への混合

に対する自動車への影響に関する調査） 

［研究代表者］後藤 新一（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］小熊 光晴、辻村 拓（他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、動植物油を原料としたバイオディーゼル

燃料（BDF）について、これを軽油に混合した燃料を

使用する際の自動車への影響を調査し、国内において既

販車に利用する際に安全面において問題がないための条
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件を明確にすることを目的とする。 

 本年度は、菜種油メチルエステルや大豆油メチルエス

テルをはじめとする燃料として一般的なものやアマニ油

メチルエステル、イワシ油メチルエステルなど特徴的な

性質を有するもの、さらにオレイン酸メチルエステルや

リノール酸メチルエステルなど単一成分の脂肪酸メチル

エステルについての性状データベース等を基に、BDF
の自動車燃料としての性質について考察を行った。その

結果と欧州における BDF 規格を考慮して、自動車燃料

として も厳しい性状と考えられる BDF を調合した。

さらに、これに対し、自動車の燃料噴射系を模擬した試

験装置での燃料劣化の評価、長期保管の際の貯蔵性につ

いての評価、自動車部品に使用される金属やゴム・樹脂

に対する適合性評価、低温環境下での性能に関する評価

を行った。 

 今後は、本年度の試験結果より得られた知見を基に

BDF の再調合を行い、車両やエンジン、噴射ポンプな

どの耐久試験により適用性を検証するとともに、これま

での結果を基に自動車燃料としての適切な品質について

検討する。 

［分 野 名］環境、エネルギー 

［キーワード］ディーゼル新燃料、バイオマス 

BDF、燃料性状 

 

［研 究 題 目］石油代替エネルギー導入促進対策調査等

委託費（容器包装リサイクルによる環境

負荷調査研究） 

［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 

［研究担当者］八木田浩史、田原 聖隆、尾上 俊雄 

［研 究 内 容］ 

（目標）本調査研究では、これまで取られてきた容器包

装プラスチックの再商品化プロセスについて、LCA を

適用し、その実施、解析上の問題点を明らかにすると共

に、現状で得られる各プロセスのライフサイクルでの環

境負荷評価の結果を得る。 

（計画）本年度で手法間の比較が可能な結論を得る。 

（内容）次の内容について、実施企業に対するヒアリン

グを中心に調査を行った。 

(1) 再商品化プロセスのインベントリ 

(2) 再商品化プロセスの LCI 分析 

(3) 再商品化に係るコスト。 

 分別収集された使用済み容器包装プラスチックの再商

品化プロセスについて、処理施設に搬入後、再生製品ま

でを対象として、リサイクル効果を評価した結果、(1)

マテリアルリサイクルは、リサイクル効果は大きい(2)

ガス化は、高付加価値品への利用が必要である(3)サー

マルリサイクルでは、プラスチック類の直接利用が有利

である、といった結果を得た。 

 経済性に関し、(1)PET ボトルのリサイクルコストは

マテリアルリサイクルではケミカルリサイクルよりも低

いが、その他プラスチックでは大規模に行われているケ

ミカルリサイクルのほうが低い傾向にある(2)設備稼働

率が向上するとこれらの差はなくなり、経済性向上も向

上する、といった結果を得た。 

 以上のように、マテリアルリサイクルによる再商品化

に対し、環境負荷面および経済面でやや優位であるとい

える。ただし、マテリアルリサイクルの場合は、とくに

分別収集が前提となり、また再生製品についてもその用

途にも依存することから、結果の利用にあたっては前提

条件を明らかにしておく必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］プラスチック、リサイクル、LCA、 

環境負荷容器包装 

 

［研 究 題 目］潤滑油改良によるディーゼル排ガス中の

PM 低減化技術調査  

［研究代表者］篠崎 修（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］齊藤 敬三（産学官連携コーディネー 

タ）、志村 洋文（産学官連携部門 企

業・大学連携室）、篠崎 修（エネルギ

ー利用研究部門）、瀬戸 章文※、 

平澤 誠一※、桜井 博※（※マイク

ロ・ナノ機能広域発現研究センター）、

日比 裕子、是永 敦（機械システム研

究部門、渡辺 治道、長谷川 宏（新日

石テクノロジー株式会社）、森 和彦

（日本パーカライジング株式会社） 

［研 究 内 容］ 

 ディーゼル排ガス中の PM について、潤滑油組成の

改良により潤滑油由来の PM の新規削減技術に関して

調査研究を行った。またナノ粒子を分散した添加潤滑油

を実車に適用し、PM 粒径分布への影響及び光触媒ナノ

粒子の光分解過程について以下に示す実験的な技術の検

証を含めて実施し調査・研究を行った。 

１）ナノ粒子触媒の潤滑油への添加による燃焼・成長促

進技術 

実証実験として、ナノ粒子を均一に添加したエンジン

潤滑油を幾つかのパラメータを変えて試作し、シャシ

ダイナモ上でこれを用いた実車試験を行い、排出され

る PM の粒径分布変化から PM の低減効果を調べた。 

２）光触媒ナノ粒子添加による潤滑油の分解技術 

PM 中の半揮発性有機化合物、あるいは潤滑油が環境

中に放出された場合でも太陽光（紫外線）によって有

害な PM が分解できる光触媒ナノ粒子に関して調査

を行った。チタニアを均一分散した潤滑油を調整する

技術を開発し、これを用いた実車実験による PM の

サイズ分布変化、PM 中のチタン成分計測、及び光触

媒分散潤滑油の紫外線照射による分解特性の検証を行

った。 
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３）関連技術の調査及び技術評価 

燃料由来の PM を低減する目的で助燃剤による燃焼

時の PM 抑制技術や再燃焼性を改善する研究はある

ものの、潤滑油にナノ粒子触媒を添加して潤滑油由来

の PM を低減しようとする試みはない。その PM 生

成過程に関しては不明な点が多いことから PM の化

学成分解析より潤滑油由来の PM 生成に関する基礎

的な調査検討を行った。 

 本調査研究では、潤滑油業界、自動車業界、大学、

NEDO 等の産学官の有識者による研究委員会（全2

回）を開催した。実証実験の結果ではナノ粒子触媒添

加による PM の低減効果の可能性が示されており、

今後進むであろう潤滑油の低アッシュ化や DPF、酸

化触媒などの高性能化を踏まえつつ、潤滑油の改質に

よる PM 低減技術開発を進めることが重要であるこ

とを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ディーゼルエンジン、潤滑油、粒子状物

質、ナノ粒子、PM 

 

［研 究 題 目］鉱山保安技術対策調査 

［研究代表者］青木 一男（地圏資源環境部門） 

［研究担当者］青木 一男、鈴木 忠、田中 敦子、 

羽田 博憲、緒方 雄二 

［研 究 内 容］ 

 鉱山数の激減、鉱山災害数の減少や災害事由の変化等、

鉱山保安を取り巻く情勢は極めて大きな変化が見られる。

また、社会環境の変化もその一つであり、環境問題や情

報公開に関する国民意識の変化もあげられる。このよう

な状況のもと、今後の鉱山保安はこれまでの行政による

詳細な関与ではなく、自主保安の原則に基づき、鉱山自

らの事業実施に伴い発生の可能性のある危害・鉱害の発

生に責任を持ち、所要の対策等を講ずる義務を負い、鉱

山保安監督部は、事業者による自主的な保安確保のため

の対応を監視する役割等を果たす。従って、行政による

関与の透明性の確保等、従来とは異なる視点から鉱山保

安に係る行政の対応が求められており、本調査は、これ

らに資することを目的として実施したものである。具体

的には、これまで実施してきた各種基準等を評価し、今

後の各種基準の検討のために必要な情報を収集・分析し

た。 

(1) 各種基準整備による災害発生リスクの抑制効果調査 

 炭鉱における保安計測システムのうちメタンガス計

測システムを取り上げ、鉱山保安法規とセーフティマ

ネジメントが災害抑制に及ぼす効果を定量的に考察し

た。国内外の鉱山保安法規と災害統計の実態を調査し、

災害抑制効果に及ぼす影響の評価法を考察した。 

(2) 新規坑内開発用品の防爆対応性と問題点の調査 

 通信機器としての ID タグと携帯型メタンガス測定

器について調査を行った。坑内で使用する電気機器類

は防爆構造にする特殊性から、今後も新技術を取り入

れた新規開発坑内用品の防爆適応性と問題点の調査を

引き続き実施しなければならないと考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］鉱山保安 

 

②【文部科学省】 

－科学技術振興調整費－ 

［研 究 題 目］材料の低環境負荷ライフサイクルデザイ

ン実現のためのバリアフリープロセシン

グ技術に関する研究／ 適ライフサイク

ル選択のための材料パフォーマンスデザ

イン／金属／化合物複合構造体のパフォ

ーマンスデザイン／インプロセス合成に

よる高機能金属間化合物の複合形成 

［研究代表者］鈴木 孝和 

［研究担当者］橋本 等、朴 容浩、孫 正明、 

鷲見 新一（基礎素材研究部門）、 

鈴木 孝和、手塚 明（計算科学研究部

門）、梅原 博行（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 高機能複合材のバリヤーフリープロセスの実用化に向

けて、複合化技術の完成を図り、プロセスの省資源化、

省エネルギー化、複合材の高性能化と高環境性化を目指

したインプロセス制御による、 適複合設計因子の抽出

と設計技術の体系化を行うことが本研究の目的である。 

メカニカルアロイング法を利用して固体内部エネルギー

を蓄積し、MoSi2の合成・成形温度を低下させ、MoSi2
の合成および Nb との複合化成形による強靱化を同時に

達成できるプロセスの研究においては、平成15年度は、

Al 添加 MoSi2-Nb 複合材料の高温耐クリープ性のさら

なる改善を目指して SiC ファイバ添加の影響を調べた。

その結果、添加によって高温強度は著しく増加するが、

歪み速度感受性指数は変化せず、耐クリープ性の改善に

はあまり寄与しないことがわかった。また、耐環境性と

して、1500℃における耐酸化性と500～650℃におけるペ

スト現象の評価を行った結果、Al の添加によって

1500℃における酸化増量が増加し、高温耐酸化性が低下

することがわかった。ペスト現象の評価では、Al の添

加によって酸化増量は減少するが、材料の粉化は進むこ

とがわかった。 

 一方、高耐熱性で、難加工性である SiC/SiC 系複合

材料の複雑形状物を化学的気相含浸法（CVI）を用いて

作製するプロセスの研究では、プロセスをコンピュータ

モデル化し、ニアネットシェイプ成形（パイプ等の複雑

形状成形の実現）を可能とするための 適インプロセス

設計条件の抽出とその効果の体系化を行うことを目的と

して、これまで、反応室圧力、反応室温度、原料濃度が

析出速度や析出の均一性に及ぼす影響を検討してきたが、

平成15年度は、原料を送るキャリヤーガス種の影響につ
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いて検討を行った。その結果、H2ガスと Ar ガスを比較

した場合、キャリヤーガスとして Ar を用いた方が SiC
の析出速度は向上し、析出の均一性の点でも優れること

が明らかになった。ガスの流路が狭くする目詰めモデル

においてはこの傾向は一層顕著となる。原料ガスの表面

への移動度は流体の境界層の厚みに逆比例するため、キ

ャリヤーガスの物理特性はプロセスに大きな影響を及ぼ

す。実験的にもこの傾向が裏付けられている。また、実

際に試作した SiC/SiC 複合材をサイコロ状の試験片と

し、圧縮強度と試験片の平均気孔率との相関を求めたと

ころ、気孔率の減少に伴い圧縮強度の増加の傾向があり、

緻密な析出はその機械的特性向上にも重要であることが

明らかになった。 

 これらの研究から、組織構造、プロセス条件制御によ

る複合材のパフォーマンスを向上とプロセスの効率化の

指針が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］二ケイ化モリブデン、メカニカルアロイ

ング、SiC/SiC 複合体、気相析出含浸法

（CVI）、ニアネットシェイプ成形、コ

ンピューターシミュレーション、 適

複合設計因子の体系化 

 

［研 究 題 目］染色体の構造と機能解明のためのナノデ

バイスに関する総合研究／染色体のナノ

構造解析とマテリアル開発／染色体ナノ

情報解析ツール（ナノソーターなど）の

開発 

［研究代表者］井上 貴仁、野口 豊（ナノテクノロジ

ー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、染色体ナノ情報解析ツールの開発を目的

として、マイクロ流路を用いた染色体個別の輸送技術を

さらに発展させ、チップスケールで高速かつ高効率に染

色体ソーティングを実現するオンチプの染色体ソーター

の開発を行う。そのために、輸送、選別、検出などの各

要素技術の高性能化と安価で使い捨て可能なデバイスの

適な作製プロセスの検討を行う。 

 平成15年度は、本課題の目標である染色体ソーターの

開発に必要な要素技術となる電圧変調法をヒト染色体に

用いてその可能性を実証した。また、選別後の回収効率

を上げるために、染色体とマイクロ流路材料間の凝着力

を低減する流路内壁用被膜方法とその材料の検討を進め

た。さらに、コンパクトなシステムの実現を目指し、分

子検出機構もチップソーター上に組み込める電気による

分子検出技術を開発し、安価で使い捨て可能なポリマー

材料と組み合わせたマイクロ電極アレイ付チップを試作

した。これらの成果をもとに、今後は、選別のアルゴリ

ズムを検討し、大きさをもとにした選別に適当と考えら

れる植物染色体を用いてオンチップソーターの実現を目

指す。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］チップソーター、マイクロフルイディク

ス、単一分子検出 

 

［研 究 題 目］生体外細胞操作と細胞外環境設計による

組織工学 

骨髄系・高次代謝機能系人工組織開発／

骨髄系人工組織プロトタイプの開発／間

葉系骨髄幹細胞と人工材料による骨髄含

有人工骨組織形成法の開発 

［研究代表者］大串 始（ティッシュエンジニアリング

研究センター）  

［研究担当者］町田 浩子、寿 典子、木原 隆典、 

大島 央、吉田 綾子、池田 悦子 

［研 究 内 容］ 

 臨床応用をふまえ、生体内でヒト細胞由来新生骨組織

を誘導できうる複合人工組織を開発、さらに、この新生

骨組織形成とともに、生体内での造血幹細胞増殖をねら

った骨髄再生も、研究の大きな課題としている。昨年度

は、数例の骨腫瘍患者等の骨髄から間葉系幹細胞を増殖

して、さらに、多孔性ハイドロキシアパタイト内での複

合人工組織を作製後患者に移植した。本年度はこの成果

をふまえ、骨腫瘍のみならず、種々関節症の患者の骨関

節再生を考え、この複合人工組織を作製する。具体的な

方法として、人工関節の骨との接触する面に増殖された

間葉系細胞を播種して、その表面で骨芽細胞へ誘導とと

もに細胞外基質(骨基質)も産生させる。この操作により、

人工関節は新生骨組織を誘導出来るのみならず、その表

面に骨基質が存在するので生体活性も有することとなる。

このプロトタイプの複合組織を数例作製しているので、

その培養手順にしたがって、本年度は10例を超える関節

症患者に、この複合組織を用いた再生治療を行う。これ

らの症例に対して、移植後継時的にレントゲンの撮影を

行い、この培養複合組織を用いた新規の治療技術のバリ

デーションを行う。また、この実際の医療に用いうる患

者間葉系細胞の骨芽細胞への分化過程の詳細を観察する。

すなわち、患者間葉系細胞をデキサメサゾンやビタミン

C の存在の下で培養を行い、カルセインやキシレンオレ

ンジを培養液に添加して、その細胞外基質への取り込み

に関してイメージアナライザーを用いて定量観察を行う。

また、種々の材料上でのこの分化過程をみるために、ヒ

トのみならずラットの骨髄細胞の培養を種々セラミック

上で行う。さらに、この骨芽細胞の in vitro での活性を

検定するために、人工骨等へ細胞を播種して、その複合

組織をラット、あるいはヌードマウス等への移植を行い、

骨芽細胞活性、すなわち骨形成能や骨髄誘導能を観察す

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］間葉系骨髄幹細胞、人工関節、骨芽細胞 
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［研 究 題 目］人間支援のための分散リアルタイムネッ

トワーク基盤技術の研究 

分散リアルタイムネットワーク基礎技術

の研究 分散センサ／アクチュエータ

ー・ネットワークの研究 

［研究代表者］坂上 勝彦（知能システム研究部門） 

［研究担当者］堀 俊夫、西田 佳史（デジタルヒュー

マン研究センター）、興梠 正克（知能

システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 分散センサ／アクチュエータ・ネットワーク及びウェ

アラブルビジュアルインタフェースを構築し、環境側セ

ンサとウェアラブル側センサの情報を相互利用する分散

センサネットワークシステムを開発する。 

研究計画 

 リアルタイムセンサーネットワークとウェアラブル技

術とを用いた着用型の人間支援機器（ウェアラブルビジ

ュアルインタフェース）及び環境側センサとウェアラブ

ル側センサの情報を相互利用する分散センサネットワー

クシステムに関する研究開発を行う。環境側とウェアラ

ブル側のセンサを統合した遠隔作業支援システムを構築

し、人間支援応用への展開を図る。 

年度進捗状況 

 分散センサ／アクチュエータ・ネットワークの研究で

は、支援対象として高齢者を想定したセンサ・ネットワ

ークの基盤技術を中心に研究・開発を進めた。平成14年

度までに開発してきた超音波型位置計測技術を利用し

て、・車イス（歩行器）位置のリアルタイム計測、・超音

波の反射を利用した起臥状態監視等の基礎実験を行なっ

た。また、人にモノを受け渡し可能なロボット（アクチ

ュエータ）を導入し、超音波と視覚を利用したモノの発

見・把持に関する研究を行なった。ウェアラブルビジュ

アルインタフェースに関する研究では、高速ビジョンチ

ップカメラ型モジュールにより2方向からユーザの手の

動作を計測し、リアルタイム3次元ジェスチャインタフ

ェースを実現するための予備実験を実施した。ジェスチ

ャで遠隔地から WACL を制御するためのインタフェー

スデザインの検討を行った。また、超音波3次元位置セ

ンサモジュールが配置された場所ではその情報及びウェ

アラブルセンサから得られる相対的な位置情報を統合し、

超音波センサが配置されていない場所ではウェアラブル

センサのみで、リアルタイムにユーザの位置関係を計測

する機能を実現した。さらに、新しい拡張現実遠隔コミ

ュニケーションデバイスとしてレーザポインタ搭載型ウ

ェアラブルアクティブカメラ（WACL）を開発し、セン

サ・カメラデータに基づくパンチルト制御を行い、カメ

ラ・レーザヘッドの安定化を実現したと同時に、ユーザ

の歩行動作計測アルゴリズムを開発した。ウェアラブル

側のみでの自律的なパーソナルポジショニング機能を実

現し、本アルゴリズムに基づくウェアラブルセンサモジ

ュールの開発に着手した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ウェアラブル、ネットワーク、分散セン

サ、人間支援 

 

［研 究 題 目］科学技術計算専用ロジック組込み型プラ

ットフォーム・アーキテクチャに関する

研究／科学技術計算プログラムのプラッ

トフォーム向き並列分散化及び組込みソ

フトウェア化に関する研究／分子軌道法

プログラムに関する研究 

［研究代表者］長嶋 雲兵（グリッド研究センター） 

［研究担当者］稲富 雄一、梅田 宏明 

［研 究 内 容］ 

 原子・分子の化学的性質を解明するための計算手法の

1つである分子軌道計算は、2電子積分と呼ばれる積分を、

膨大な回数分計算する必要があり、この計算に計算時間

全体の9割以上が費やされている。したがって、分子軌

道法をより高速に、あるいは、より大きな分子で行うた

めには、2電子積分計算の高速化は必要不可欠である。

本プロジェクトで開発を行っている分子軌道専用計算機

システムでは、消費電力が低く高性能な2電子積分専用

LSI を複数搭載した組込み型システム（PC に差し込む

ボード型のデバイス）を設計して、高速な分子軌道計算

を行える専用計算機システムの開発を目指している。そ

の一環として専用計算機に適している2電子積分計算ア

ルゴリズム開発や、計算性能を左右する様々な要因の解

析を行っている。また、実際の分子軌道計算プログラム

（GAMESS や ABINIT-MP）で専用計算機を使用でき

るようにプログラム開発を行っている。今年度は、汎用

プロセッサ SH4TM を用いた評価用ボードを用いた試

作機で、2電子積分計算プログラムを実行できるように

して、分子軌道計算プログラム GAMESS で動作するよ

うにした。また、アプリケーション（GAMESS や

ABINIT-MP）側、ボード側、及び専用 LSI 上のファ

ームウェアで実行すべきプログラムの接続部分（API）
を決定した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］分子軌道法、専用 LSI、組込み型プラッ

トフォーム 

 

［研 究 題 目］顕微光電子分光法による材料・デバイス

の高度分析評価技術に関する研究／顕微

光電子分光技術に関する研究／顕微シス

テム技術の研究／内殻準位励起顕微シス

テム技術の研究 

［研究代表者］富江 敏尚 

（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］錦織健太郎、門田 和也 
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［研 究 内 容］ 

目標 

 局所的な元素同定や電子状態の解析に資するため、短

パルスレーザー生成プラズマを光源としたサブμm ビ

ーム照射の内殻準位励起の光電子顕微分光法技術の研究

を行う。 

研究計画 

 内殻励起顕微光電子システムの実用化に向け、磁気ボ

トル使用時の光電子信号の再現性の向上を図るとともに、

大きな試料が分析できる手法の開発を行う。 

年度進捗状況 

 光電子を高効率で捕集できる磁気ボトルについて、光

電子信号が磁気ボトル内での光電子発生位置に大きく依

存するという知見に基づき、マイクロビーム照射位置が

調整できるようにシュバルツシルト集光光学系ステージ

を製作した。これにより、再現性の高い信号が得られる

ようになった。 

 磁気ボトルでは試料の大きさが1-2mm に制限される

ため、大口径試料のサブμm 分解能での光電子分光分

析ができる方式として、多数の短い飛行管を用いる方式

を考案した。単一の短飛行管を用いた予備実験で、磁気

ボトル方式に匹敵する光電子信号が得られることを確認

した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］表面分析、光電子分光、極紫外光、レー

ザ生成プラズマ光源、EUPS 
 

［研 究 題 目］材料の低環境負荷ライフサイクルデザイ

ン実現のためのバリアフリープロセシン

グ技術に関する研究／微細組織制御によ

る循環型素材（Al、Mg）の高機能化 

［研究代表者］馬渕 守（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］千野 靖正、細川 裕之 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、これまでに開発してきたインプロセ

ス組織制御技術を応用し、マグネシウム合金およびアル

ミニウム合金スクラップを原料として、再溶解をへずに

熱間押出し等の加工熱処理のみにより柔軟成形可能な高

性能材料を創製する技術を開発することである。15年度

はマグネシウム合金（AZ31）およびアルミニウム合金

（5083）を対象に、切削粉スクラップから熱間押出しに

より再生材を作製し、再生材の不純物混入レベルと成形

性の相関を調査した。 

 大気中での熱間押出し（押出し温度：673K～723K、

押出し比：45）により再生した、AZ31マグネシウム合

金および5083アルミニウム合金再生材の成形性を調査し、

並びに内部の不純物濃度、分布を調査した。その結果、

再生と同時に内部に導入される酸化物濃度と再生材に導

入される単位体積当たりのスクラップ旧表面積に大きな

相関関係があることを明らかにした。すなわち、不純物

混入バリアを引き起こす原因のパラメータ化に成功した。

さらに、再生材のブロー成形試験より、再生材の高温成

形性（ブロー成形特性）と再生材中の酸素濃度に相関が

あることを確認した。一連の実験結果より、再生材中に

導入されるスクラップ旧表面積を制御することにより、

不純物混入バリアを克服し、柔軟成形可能な高性能軽量

材料を創製可能であることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マグネシウム合金、インプロセス制御、

超塑性 

 

［研 究 題 目］顕微光電子分光法による材料・デバイス

の高度分析評価技術に関する研究 

顕微光電子分光基盤技術の研究 

［中 項 目 名］光電子スペクトル高度解析技術の研究 

［研究代表者］城 昌利（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究で開発した手法は①Tougaard の公式を用いて

バックグラウンドを除去する部分、②その結果得られた

損失関数をさらに解析して深さ方向の分布を求める部分、

の2段階からなる。後者の解析法開発はプロジェクト期

間を越えて、次年度以降も継続予定である。前者に関し

て、後者の結果を待たずとも可能であることがⅠ期で分

かったので、実際の顕微分光データ解析に向けた検討を

行った。本プロジェクトで開発する顕微分光システムで

利用可能な X 線エネルギー（波長）は、X 線光学系の

物性値で決まり、 大400eV 程度であり、Mg/Al の

K�線を用いる通常の商用装置（1254、または1487eV）

に比べて小さく、そのスペクトルはますます表面近傍の

ごく浅い領域に敏感になる。このような状況で、解析が

正しく行われるかどうかを確かめることがまず必要とな

る。金属アルミニウムの放射光データを解析してみると、

一見同じように見えるスペクトルでも、入射 X 線のエ

ネルギー（波長）によって解析難易度に違いがあること

が判った。この差をアルゴリズムの強化で解決すること

が今後の課題として残った。またバックグラウンド強度

は、必ず、ピーク強度と線形の関係にあるので、Tougaard
の公式（段階①）を解いて得られるバックグラウンドは表

面の元素分布、電子の脱出経路にかかわらず正しい結果

となることがわかった。これは、表面構造が未知の場合

でさえ、バックグラウンドが除去可能であることを示唆

している。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］光電子分光、表面分析 

 

［研 究 題 目］ブロードバンド光シンセサイザの開発 

［研究代表者］松本 弘一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大苗 敦、洪 鋒雷、稲場 肇、 

藤間 一郎、美濃島 薫、平井亜紀子、 

鍛島麻里子、SCHIBLI Thomas、 
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JIANG Jie、GUO Ruixiang 
［研 究 内 容］ 

 光周波数コムのあるモードの光周波数は、モード次数、

モード成分間隔とオフセット周波数という三つのパラメ

－タで表せられるので、マイクロ波周波数を基準として

光周波数を精密測定する際、次数50万の周波数マルチプ

ライヤ、すなわち「光のものさし」として利用できる。

さらに、これら周波数軸上のパラメータを制御する技術

は、時間軸上での超短パルスの位相や、その他の状態を

精密に制御する技術でもあるので、高品位な超短光パル

スを発生させることにも貢献できる。 

 本プロジェクトでは、広帯域光コムを発生させる技術、

光コムを用いて光周波数を超高精度に測定する技術を開

発し、光周波数シンセサイザ実現のためのキーテクノロ

ジーを確立する。同時に、この光コムの持つ広帯域、高

精度といった特徴を、時間軸分光技術、周波数軸分光技

術、広帯域分散計測技術に活用して、それぞれの分野で

革新的な応用があることを実証する。 

 

［中 項 目 １］高品位フェムト秒光コムの研究 

［研究代表者］美濃島 薫（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 前年度までに参加機関で開発された、Er ファイバレ

ーザからの第2高調波とフォトニック結晶ファイバ

（PCF）を用いて、可視・近赤外の1オクターブに及ぶ

広帯域光を発生した。ファイバレーザからの和周波光

（520nm）がスペクトル重なりを持つのを利用し、その

ビート成分により簡便にコムの位相ノイズを評価した結

果、キャリアエンベロップオフセット（CEO）成分は、

コムの位相ノイズにより広がっていることが分かった。

パルスレーザの強度ノイズがファイバ中の非線形光学過

程により位相ノイズに変換されたことが原因と考え、簡

単なモデル計算を行った。その結果、わずかな強度ノイ

ズと単純な自己位相変調効果のみでも、位相ノイズによ

るビート成分の広がりが観測されることが分かった。以

上の知見を生かし、光通信帯において、時間特性の向上

した新 Er ファイバレーザを光源として広帯域光を発生

した。高非線形ファイバにより、光通信帯をカバーする

1オクターブを超える広帯域光を発生し、CEO ビートを

観測した。ファイバに入力するレーザパルスの特性を

適化した結果、非常に狭いビート（FWHM200kHz 以

下）が実現され、位相ノイズが大きく低減し、高精度な

位相同期が実現された。光通信帯におけるコンパクトな

周波数測定システムの実現に見通しが得られたと言える。

上記の2つの波長領域の中間に位置し、また、現在、光

周波数計測に もよく用いられているチタンサファイア

レーザと光通信帯をつなげる、1μm 帯のレーザを光源

とした広帯域コムを、Yb ファイバレーザと PCF によ

り発生した。その結果、1オクターブを優に超す広帯域

光が発生できた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］フェムト秒パルスレーザ、光コム 

 

［中 項 目 ２］光コム周波数標準の研究 

［研究代表者］大苗 敦（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 光コムによる光周波数とマイクロ波周波数のリンクの

能力を評価するため、マイクロ波領域での位相雑音を測

定した。その結果、マイクロ波合成や繰り返し周波数の

位相同期がボトルネックになっていたことが分かり、マ

イクロ波シンセサイザ、PZT などの交換により光コム

の安定度が改善された。また、光コムによる周波数計測

の正確さを評価するために、2台の光コムを用いて高性

能なヨウ素安定化 Nd:YAG レーザの周波数測定を行っ

た。その結果、2台の光コムで測定されたレーザの周波

数値が安定化レーザの再現性の範囲内で一致し、不確か

さが1×10-12より小さいことがわかった。このように特

性の評価された光コムは、光周波数計測に応用できるだ

けではなく、光シンセサイザ技術や光周波数標準からマ

イクロ波の周波数標準をつくるダウン・コンバージョン

技術にも応用でき、大変重要なデバイスである。我々は、

高い安定度を持ち、広帯域で発振可能である連続発振光

パラメトリック発振器（OPO）と光コムを組み合わせ、

780nm 帯の連続発振光周波数シンセサイザの実験を行

った。現在、OPO を光コムに位相同期させることに成

功している。また、ダウン・コンバージョン技術におい

ては、ヨウ素安定化 Nd:YAG レーザを基準として光コ

ムを安定化し、マイクロ波領域の周波数を発生させる実

験を行った。その結果、平均時間が50秒以下の領域では、

光コムの繰り返し周波数（1GHz）が水素メーザーの周

波数よりも安定であることを見出した。さらに、光コム

による周波数測定領域を通信帯の近赤外域にも拡張させ

た。その結果、世界に先駆けて光コムによる波長1.5μ

m の光通信帯の周波数標準であるアセチレン安定化レ

ーザの周波数測定に成功した。この測定結果はメートル

条約の長さ諮問委員会に報告され、国際度量衡委員会勧

告値の決定に採用されることとなった。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］光周波数計測、ダウン・コンバージョン、

フォトニック結晶ファイバ 

 

［中 項 目 ３］固体屈折率の研究 

［研究代表者］藤間 一郎（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 低コヒーレンス干渉計を利用した新規な高精度屈折率

測定法を考案してその干渉縞の位相測定を高精度化し、

屈折率測定の実験を継続した。厚さ 10.0mm と

10.025mm のガラス板を用いたとき、中心波長830nm
において測定値と計算値の差は7×10-4であり、現在高

精度化を実施中である。また、より安定な干渉計を考案
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し、測定実験を開始した。さらに、位相屈折率を得るた

めに、フーリエ解析法の数値計算を始めた。幾何学的寸

法計測のための高分解能測長ツールの一つであるリニア

スケールの主間隔を測定するため、高分解能干渉計を開

発した。2台の異なる波長の He-Ne レーザによるズー

ム比は16であるが、このズーム比分だけ分解能が向上し、

1nm の分解能が実現された。また、リニアスケールの

主間隔を50nm で測定できる見通しが得られた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］群屈折率、分散、高分解能測長 

 

［中 項 目 ４］分子の超微細構造測定の研究 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 従来2台の安定化レーザのヘテロダインビートによる

測定ではなく、光コムを利用したヨウ素分子の超微細構

造の精密測定を行った。この方法では、光コム1台でど

の波長域の安定化レーザも測れるので、安定化レーザ1

台を作ることで分子の超微細構造が測定できる。その結

果、ヨウ素分子の新しい超微細構造が約2×10-13の精度

で観測され、理論解析により高精度の超微細構造定数を

求めることができた。観測値と計算値が660Hz のレベ

ルで一致し、今まで得られた 高レベルの一致となった。

また、1.3μm 固体レーザの2次高調波発生を用いて、

660nm におけるヨウ素分子の超微細構造を観測し、そ

の超微細吸収線にレーザ周波数を安定化することに成功

した。100秒の平均時間において、レーザ周波数安定度

が1×10-12に達した。この周波数安定化レーザは、1.3μ

m 通信帯周波数標準の優れた候補となるだけではなく、

660nm 波長域のヨウ素分子超微細構造を測定する上で

重要な役割を果たす。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］ヨウ素分子、微細構造、YAG レーザ 

 

［研 究 題 目］複相組織制御による耐酸化コーティング

開発 

［研究代表者］田原 竜夫（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］田原 竜夫、菖蒲 一久、坂本 満 

［研 究 内 容］ 

 ニオブ（Nb）、モリブデン（Mo）、タンタル（Ta）、
タングステン（W）といった高融点金属を基とする材料

は、その優れた高温強度特性により既存の耐熱金属材料

を上回る超高温用構造材料として期待されているが、高

温酸化により著しい損傷を受けるという共通の問題を抱

えている。これら高融点金属材料に耐酸化性を付与でき

る技術が開発されると、火力発電用ガスタービン等に使

用されている既存の耐熱金属材料よりも約200℃上回る

耐熱性を実現できるため熱エネルギーのより効率的な利

用が可能となり、化石燃料資源の節減と二酸化炭素排出

削減に大きく貢献できる。そこで本研究では、耐酸化性

に優れる Mo(Si,Al)2を基とする複相材料を耐酸化リザ

ーバー層（その表面に耐酸化性保護被膜を生成させる）

として 適となるよう材料設計し、特に Nb 基複相材料

のための耐酸化コーティングとして開発することを目的

とする。 

 今年度はコーティングと基材（Nb）との熱膨張差に

より発生する熱応力の低減を目指し、Mo(Si0.6、
Al0.4)2系複相材料の中から特に Mo(Si0.6、Al0.4)2 
/HfB2系をモデルケースとして取り上げ、耐酸化特性や

熱膨張特性に関する研究等を実施した。その結果、

Mo(Si0.6,Al0.4)2-20vol%HfB2の場合に熱応力が小さ

く、かつ優れた耐酸化皮膜を形成することがわかった。

そこで、反応防止 Al2O3中間層とともにこれを Nb 基材

全面にコーティングし、耐酸化特性を評価したところ、

コーティング表面には健全な保護皮膜が生成し、かつコ

ーティング界面に反応生成物や亀裂発生などは見られな

かった。すなわち、良好な耐酸化コーティングとして機

能していることが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］耐熱材料、高融点金属、耐酸化性 

 

［研 究 題 目］金属化合物クラスターにおける触媒機能

開発 

［研究代表者］山口 渡（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］山口 渡 

［研 究 内 容］ 

 環境負荷の低い化学工業プロセスの実現に向け、画期

的な機能をもつ触媒を開発するための新しい方法論を見

出すことを目的とする。構成原子数十数個以下の小さな

微粒子（ナノクラスター）は、物性が原子ごとのサイズ

変化とともに変化する。この性質に着目し、サイズ・組

成の揃った金属化合物クラスターを担持した固体表面で

従来にない触媒機能が発現する可能性について研究を行

う。 

 サイズ・組成を原子レベルで規定した金属化合物クラ

スターを、基板表面に安定に担持させる。これに種々の

気体分子を吸着させ、吸着状態や吸着分子間の反応、ま

たそれらのクラスターサイズ・組成への依存性について

調べる。平成14年度までに、サイズの揃ったクラスター

を表面に固定する技術を確立、さらにその技術を用いて、

グラファイト表面に固定されたタングステン5量体への

窒素吸着について研究を行った。その結果、タングステ

ン多結晶表面には見られない、化学的に活性化された分

子吸着状態を見出すことに成功している。 

 平成15年度は、タングステンクラスター上への他の分

子との共吸着による窒素の反応について研究を行った。

その結果、タングステン5量体上へ窒素分子と水分子を

140K で共吸着させると、一酸化二窒素が生成すること

を見出した。現在の工業プロセスでは、窒素を出発原料

として一酸化二窒素を合成するために、高温、高圧を要
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する6ステップにわたる反応経路を経ているが、本研究

で見出されたプロセスでは、140K という低温下、1ス

テップで窒素から一酸化二窒素が生成している。このこ

とは、画期的な機能をもつ工業用触媒の開発にナノクラ

スターの利用が有効であることを示唆している。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノクラスター、触媒機能 

 

［研 究 題 目］海底熱水系における生物・地質相互作用

の解明に関する国際共同研究／熱水循環

系の物理・化学プロセスに関する研究／

潮汐による熱水循環系の変動現象の定量

化に関する研究／海底近傍微細構造に規

定された熱水系の化学変動に関する研究 

［研究代表者］丸茂 克美（地質情報研究部門 物質循

環研究グループ） 

［研究担当者］丸茂 克美、高野 淑識、中島美和子 

（職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、平成14年度からの継続研究課題である。平

成15年度は、BMS 海底掘削装置を用いて、アーキアン

パーク計画の調査対象地である南マリアナの海底熱水系

での浅層掘削を実施した。BMS は探査船「第2白嶺

丸」とアーマードケーブルによって接続されて遠隔操作

によって動かすことができ、5台のテレビカメラを搭載

しているため、掘削地点を探したり、掘削状況をモニタ

リングすることができる。さらに BMS は油圧によって

1m まで伸縮可能な3本の設置脚を有しており、傾斜角

度25度までの海底で掘削作業ができる。また BMS には

大33本の掘削ツール（例えばコアバレル15本、3m ド

リルロッド9本、および1.5m ケーシング6本）を格納で

きる回転式マガジンを装備している。掘削後の孔内の温

度計測はコアバレル内に設置したカスター式温度計によ

り行うことができた。得られたコアは火山岩の産状を保

存しており、偏光顕微鏡観察や蛍光 X 線顕微鏡、電子

プローブマイクロアナライザー、X 線回折、透過型分析

電子顕微鏡を用いた研究に耐えられる。また、全有機炭

素（TOC）、全有機窒素（TON）の分析から海底下にあ

る有機物の垂直分布を探り、全加水分解アミノ酸

（THAA）と光学異性体比（D/L 比）から熱水噴出孔

下を支配する有機物の起源を考察した。TOC と THAA
は、正の相関にあり、有機炭素の濃集部分には、アミノ

酸も濃集していることがわかった。表層の微生物活動と

独立した地下生命圏を検証するため、同試料について熱

的に安定な酵素であるホスファターゼの酵素活性を解析

したところ、有意な活性値を得た。試料の酵素活性値で

ある酸性ホスファターゼ酵素とアルカリホスファターゼ

酵素の活性値の垂直分布は、よく類似しており、地下生

物圏の存在と分布を示す証拠を得た。鉱物および有機物

の分析結果から、海底熱水系深部に生息する住人（どん

な微生物がいるか？）、住居（どんな住処に棲息する

か？）、食糧（どんなものを食べているか？）を総合モ

デルの構築を行なった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海底熱水系、南マリアナ、海底設置型掘

削装置、粘土鉱物、有機物 

 

［研 究 題 目］海底熱水系における生物・地質相互作用

の解明に関する国際共同研究／熱水系地

下生物圏の微生物群集の解明と生物資源

の獲得に関する研究 

［研究代表者］丸山 明彦（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］花田 智、河原林 裕、丸山 明彦、 

木村 浩之、杉原 麻紀、東 陽介、 

三朝 千稚 

［研 究 内 容］ 

 これまでほとんど明らかにされていない熱水系地下生

物圏微生物の生物学的特性や生態学的、地球科学的な役

割の解明に資するため、その多様性や現存量、現場活性

等の解析を通し、微生物群集の構成や時空間分布特性の

解明を目指す。また、この始原的環境に連綿と生き長ら

えていることが期待される始原的な生物の探索を行うと

ともに、分離培養手法や直接遺伝子解析手法等により生

物資源や遺伝子資源の獲得を図る。これらの研究に不可

欠な試料の採取や処理、解析に関わる方法論や装置の開

発等を目的としている。平成15年度は、伊豆小笠原海域

の水曜海山に加え、マリアナ背弧海盆の熱水活動域やそ

れに類似した高温極限環境（陸上温泉等）を調査対象と

し、日本およびカナダの有人・無人潜水艇を傭船し、ハ

イブリッド採水システムや現場微生物の捕集・培養シス

テムなどを新たに構築、海底面から海底下にかけ貴重な

微生物試料を採取した。また、海底設置型掘削装置

BMS に被圧型のろ過除菌システムを装置し、無菌的な

海底掘削を実施した。これらの現場調査に併行し、これ

まで水曜海山等り採取した試料の解析を進め、以下のよ

うな成果をあげた。すなわち、地下圏由来の環境クロー

ン群の中に新規で始原的なアーキア系統群を見出すとと

もに、その特異的検出を可能にする遺伝子ツールを開発

し、迅速で定量的な解析手法の確立を図った。上記熱水

活動域や類似の高温環境より、新規な嫌気性微生物の分

離・培養に成功し、その詳細な特性解明を進めた。直接

塩基配列解析手法の適用を進め、高音の極限環境試料中

より始原的な酵素遺伝子と見られる DNA 情報を取得し

た。大学等とも連携し、新しい好熱菌や機能遺伝子、指

標遺伝子等の探索、解析を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］新規微生物、遺伝子、アーキア、海底熱

水、地下、海洋、装置開発 

 

［研 究 題 目］（総合研究）「海底熱水系における生物・
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地質相互作用の解明に関する国際共同研

究」の1.熱水循環系の物理・化学プロセ

スに関する研究  

［中 項 目 名］1.(2)潮汐による熱水循環系の変動現象

の定量化に関する研究 

［小 項 目 名］1.(2)①海底近傍微細構造に規定された

熱水系の化学変動に関する研究 

［研究代表者］中村 光一 

［研究担当者］中村 光一、岸本 清行、西村 清和、 

上嶋 正人、村上 文敏、松林 修 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、「海底熱水系の微細構造調査研究」と「海

底熱水系の化学変動の研究」というサブテーマで構成さ

れている。 

 （海底熱水系の微細構造調査研究）H15年12月に実施

された無人探査機ハイパードルフィンを用いた調査船

「なつしま」NT03-14航海で水曜海山カルデラ内部にお

いて、熱水地帯域をほぼ全面的にカバーする音波探査測

線とサイドスキャンソナー調査等を行った。その結果、

第 I 期から本課題で掘削、実験や観測がなされたカルデ

ラ内の各海底熱水サイトの位置関係を説明し、他の物理

化学データとの統合化ができる海底基本画像図（サイド

スキャンソナー画像）を作成した。H16年3月実施の無

人探査機 ROPOS を用いた米国調査船 Thompson 号の

南部マリアナ海域調査でも海底微地形、底表層構造探査

を行い、概ね良好なデータを取得することに成功した。

地層探査データと合わせて3次元的地下構造の解析を進

めた。各種無人探査機、有人潜水船などに簡易に搭載で

きる探査システムと手法は、ほぼ目標通り達成されたと

考える。 

 （海底熱水系の化学変動の研究）H15年2月に実施さ

れた米国調査船 Thompson 号のマリアナ海域熱水プル

ーム調査の成果に基づき、H15年10～11月に実施された

調査船「よこすか」YK03-09航海において潜水船「しん

かい6500」で2回潜航し、第795潜航においてマリアナ背

弧拡大軸から離れたオフリッジ海底火山において高温の

熱水噴出であるブラックスモーカーを発見した。このふ

たつの航海と8月の沖縄トラフの無人探査機ハイパード

ルフィンを用いた調査船「なつしま」NT03-09航海を通

じてメタン／水素センサー、レーザー散乱を利用して

1.25～250μの粒子状物質の粒径分布を計測する装置

（LISST）による計測などを行い、マリアナ海底熱水地

帯では水曜海山よりもメタン濃度が二桁近く低い数百

nmol/l しかないことなどを見い出した。背弧海嶺軸の

熱水サイトはそれほど高温でない上に噴出口が明瞭でな

く、オフリッジ海底火山の熱水サイトは活動している場

所がブラックスモーカーしかなく、参照サイトが得られ

ないなどの理由から長期観測機器の設置は断念せざるを

得なかった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海底熱水系、深海微地形・地層探査装置 

 

［研 究 題 目］風送ダストの大気中への供給量評価と気

候への影響に関する研究  

［中 項 目 名］発生域における風送ダストの大気中への

供給量評価／東アジア域の風送ダスト供

給量と沈着量 

［研究代表者］金井 豊（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］金井 豊、太田 充恒、上岡 晃、 

寺島 滋、今井 登、松久 幸敬、 

金井三千代、清水 洋、高橋 嘉夫 

（職員6名、その他3名） 

［研 究 内 容］ 

 風送ダストによる地球環境・気候への影響を正しく評

価するため、アジア内陸部の乾燥・半乾燥域における風

送ダストの舞い上がり過程、およびその大気中での長距

離輸送過程に関する総合的観測調査を行うことにより、

風送ダストの供給量評価のためのモデル化を行い、過去

半世紀にわたる風送ダストの大気中への供給量評価と気

候への影響を明らかにすることをめざしている。本年か

ら始まる第Ⅱ期では、第Ⅰ期の成果をふまえて風送ダス

トの大気中への供給量の実態把握を目指し、東アジア域

での風送ダスト沈着量をネットワークで観測し、得られ

た結果について解析し公表することにより、風送ダスト

供給量の実態に関する情報を提供して他グループのモデ

ル計算の検証用データに資する。今年度は、当グループ

担当地域の中国東部から日本への長距離輸送途上に当た

る北京、青島、沖縄、福岡、名古屋、つくばの6観測点

のサンプラーを動かし、集中観測期間（IOP）に万全な

体制で観測を行った。2003年春季は2002年よりもダスト

イベントが少なかったが継続して集中観測を行った。こ

れまでのダスト濃度に関する観測結果を整理して、イベ

ント時には中国では北京＞青島＞合肥、国内では福岡＞

名古屋＞筑波＞沖縄となるが、イベントのない平常時で

は国内の福岡、名古屋、つくばではほぼ同程度の濃度と

なっていることが判明し、論文化・公開すると同時に、

プロジェクトの他グループによるデータ解析に大きく寄

与した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］風送ダスト、地球化学サイクル、粒度分

布、鉱物組成、化学組成、黄砂 

 

［研 究 題 目］雲仙火山：科学掘削による噴火機構とマ

グマ活動解明のための国際共同研究／雲

仙火山及び島原半島の火山発達史及び三

次元構造モデル化の研究／火山体形成史

とマグマ進化の解明 

［研究代表者］宇都 浩三、篠原 浩志 （地球科学情

報研究部門） 

［研究担当者］宇都 浩三、篠原 宏志、星住 英夫、 
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松本 哲一、角井 朝昭、下司 信夫、 

斎藤 元治、佐藤 久夫、風早 康平、 

高橋 浩、安原 正也、稲村 明彦、 

Nguyen Hoang、小栗 和清、 

小林佳代子、染谷 雅美 

（職員11名、その他5名） 

［研 究 内 容］ 

 雲仙火山の噴火機構、火山体成長史・構造、地殻内マ

グマ活動解明を目的とした国際共同研究の一環として、

地質学的・年代学的・地球化学的手法を用い、雲仙火山

の成長史・マグマ発達過程を明らかにすること、および

地球化学的・水文学的手法を用い雲仙火山の火山ガス放

出過程を明らかにすることを目標とする。 

 雲仙火山の地表地質調査、掘削コアの年代測定、全岩

化学分析、古地磁気測定などの各種地球化学分析を行い、

噴火堆積様式、火山形成史の概要を明らかにした。また、

広域テクトニクスと火山活動の因果関係を明らかにし、

島原半島及び雲仙火山の火山発達史および3次元構造の

総合モデル化のための可視化解析システムの開発を開始

した。野外調査を新期雲仙火山及び古期雲仙前期の北部

扇状地地域にて実施した。その結果、新期雲仙火山北部

地域には、野岳火山（120-70ka）と同時期の火砕流堆

積物や溶岩が広がること、新期雲仙火山で火砕流噴火は、

20ka 以降少なくとも7回あったことが判明した。 

 島原半島東部において土壌ガス詳細調査を実施し、地

下水中の重炭酸濃度にも見られる深部起源 CO2放出経

路が局所的であることを明らかにした。土壌ガス経由で

の深部起源 CO2の放出は、噴気や温泉湧出地点の極近

傍のみに認められ、場所によっては数十 m 離れるだけ

で影響が急減することが明らかとなった。このような局

所的なガスの放出は、深部から地表に至るガスの移動が

地層中の浸透的な移動ではなく、非常に局在化した通路

により支配されていることを示している。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山噴火、科学掘削 

 

［研 究 題 目］地震災害軽減のための強震動予測マスタ

ーモデルに関する研究／予測のための震

源特性のモデル化 活断層情報によるシ

ナリオ地震の設定法 

［研究代表者］杉山 雄一（活断層研究センター） 

［研究担当者］関口 春子、杉山 雄一、堀川 晴央、 

石山 達也、加瀬 祐子、吾妻 祟 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、現在より精度の高い震源像の構築と地震波

伝播特性の高精度化を通じて、強震動をこれまで以上に

正確に予測し、地震災害の軽減に資することを目的とし

ている。本研究は平成14年度で第Ⅰ期を終了し、科学技

術・学術審議会研究評価部会による中間評価で非常に優

れた研究と評価され、2年間の第Ⅱ期期間に移行してい

る。本年度は、1995年兵庫県南部地震を引き起こした六

甲・淡路断層系の位置・形状・過去の活動に関する既存

情報を収集し、情報の精度を吟味の上、同断層系の震源

特性のモデル化を行った。活断層情報の整理は、次のよ

うな手順で行った。まず、分布形状の特徴の分析に基づ

き、北淡セグメント、東浦セグメント、六甲山セグメン

トを設定し、さらに神戸大学のキャンパス付近を境界と

して、六甲山セグメントから東へ派生する西宮セグメン

トを設定した。次に各セグメントについて、1)固有名を

持つ活断層・撓曲等との対応、2)長さ、3)走向、4)傾斜、

5)すべりの向き、6)平均的な1回のずれ量、7)1回のずれ

量の空間分布と想定されるアスペリティ、8)平均変位速

度、9)活動履歴の各情報を整理し、各セグメントの震源

特性を推定した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］活断層、シナリオ地震、震源、アスペリ

ティ、セグメント 

 

［研 究 題 目］地震災害軽減のための強震動予測マスタ

ーモデルに関する研究／予測のための伝

搬特性・サイト特性のモデル化／反射法

記録による速度構造のモデル化手法 

［研究代表者］横倉 隆伸（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］横倉 隆伸、加野 直巳、山口 和雄、 

田中 明子、大滝 壽樹、伊藤 忍 

（職員6名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成14年度までの第Ⅰ期3年間で、強震動予測に必須

のパラメターである S 波速度情報を既存の反射法デー

タから抽出するための解析手法をほぼ完成させた。今年

度より始まった第Ⅱ期2年間では、(1)開発してきた S
波速度構造解析手法のさらなる高精度化を図り、より深

部までの S 波速度情報を得ること、(2)解析手法を本研

究共通のモデル地域である大阪堆積盆地に適用して基盤

構造・速度構造を求め、これら成果を本総合研究の他の

サブテーマにフィードバックすること、を目的とした研

究を行った。現在のところ、この手法により、基盤深度

約2.5km 程度までの S 波速度構造を解析できるように

なった。さらに大阪堆積盆地で探査実験を行い、基盤深

度・速度情報を得て、そのデータ空白域を一部埋めるこ

とができた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］強震動予測、S 波速度構造、解析手法、

深部構造、基盤、大阪堆積盆地 

 

［研 究 題 目］構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤

の地震防災性向上に関する研究／実大三

次元震動破壊実験施設を想定した実験手

法の具体化／大型地盤・基礎模型の作製

と測定技術の高度化 
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［研究代表者］国松 直（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］国松 直、神宮司元治 

［研 究 内 容］ 

 兵庫県三木市で計画されている実大三次元振動破壊実

験施設などの大型土槽実験において、土槽内の相対密度

分布の計測は、作製された砂層の評価および地盤作製手

法の評価を行う上で重要と考えられる。また、液状化中

の砂層収縮状態の評価は、液状化現象の解明を行う上で

重要と考えられる。本研究においては、これらの目的を

達成するため、比抵抗を用いた砂層の相対密度計測手法

を開発する。 

 本年度は、本委託研究の 終年度であるが、大型土槽

における三次元比抵抗トモグラフィを完成させるため、

高速比抵抗測定装置の開発および装置の適用性に関する

検討を行った。また、これまでの研究成果をふまえ、大

型土槽実験を行い、電極ケーブルを用いた比抵抗計測手

法の精度検証を行った。 

 本年度の研究内容は、a) 3次元比抵抗トモグラフィ

の開発、および b) 地盤作成手法の検討に大別される。 

a) 3次元比抵抗トモグラフィ手法の開発 

 3次元比抵抗トモグラフィを行うため、既存の高速

比抵抗測定装置のプログラム改良を行った。また、実

験室内でアクリル容器と配列電極を用いた電極感度に

関する実験を行い、対平行型のダイポール・ダイポー

ル配置が、土槽内のトモグラフィに 適であることが

分かった。また、昨年度製作したマルチウエーブ比抵

抗計測装置のテストおよび送信部の改良を行った。 

b) 地盤作製手法の検討 

 昨年度に引き続き、大型土槽での地盤作成手法につ

いての検討を行った。本土槽実験により、大型土槽実

験で、比抵抗計測による相対密度と凍結サンプリング

の相対密度との比較を行い、双方の結果がよく整合す

ることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地震防災 

 

［研 究 題 目］陸域震源断層の深部すべり過程のモデル

化に関する総合研究／下部地殻内の変形

機構に関する研究 地質学的解析による

深部断層岩の解析 

［研究代表者］伊藤 久男（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］伊藤 久男、増田 幸治、桑原 保人、 

今西 和俊、木口 努、加野 直巳、 

山口 和雄、田中 明子、駒澤 正夫、 

藤本光一郎、大谷 具幸、重松 紀生、 

儘田 豊、新井 崇史、 

Pervukina Marina 
（職員9名、その他6名） 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 従来の大地震の発生予測手法では発生時期の見積も

りに数百年程度の幅があり、将来の制度向上にも限界

がある。より高い精度で大地震の発生を予測するため

には、まず内陸地震のモデル化を行う必要がある。本

研究では、陸域震源断層に関する観測、物質科学的分

析及び室内実験を組み合わせることにより、陸域の断

層深部におけるすべり過程のモデル化に挑む。 

2) 研究の全体計画 

 内陸地震の決定論的な発生予測に道を開くため、下

部地殻における断層のすべりと震源核形成に関する新

しいモデルの構築を行う。モデル化に際しては、基盤

的地震観測網によって得られるデータ、および、内陸

において平均変位速度が 大級の活断層である糸魚川

静岡線および震源核形成が始まっていると考えられる

長町-利府断層における総合的な観測によって取得す

るデータを利用する。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 平成15年度は本研究の 終年度としてモデルの統合

化を行った。地質学的手法による深部断層岩の解析と

しては低温マイロナイト中の塑性変形と破壊の共存を

見いだし、塑性変形から破壊への遷移のメカニズムに

ついてモデルを提出した。畑川破砕帯中部に10km 程

度にわたって露出している、300-400度程度の低温で

形成されたと推定される低温型マイロナイト中に、地

震すべりの痕跡であるシュードタキライトが見出され

た。低温型マイロナイトの分布は断層帯の一部分に限

られており、そこでは周囲より温度が低く歪が大きく、

また流動から破壊への遷移が起こっている可能性があ

ることから、陸域の M7クラスの震源核形成に関係し

ていると考えられる。 

 断層深部の変形機構・物性の解明についてはは国内

初の性能となるガス圧式高温高圧岩石変形実験装置に

より断層抗井物質の高温高圧下での変形破壊実験を行

い、Dry な場合と Wet な場合との比較、粒径の効果

等を調べた。300℃以上で速度強化が強くなるという

結果を得た。また実験後に回収したサンプルについて

化学分析や、SEM 観察を行った。制御震源を用いた

深部構造探査としては長町－利府断層における反射法

探査データの再解析、糸魚川－静岡構造線におけるア

レイ観測・解析を行い断層深部の構造を得た。断層深

部情報システムの作成としては、本プロジェクトの諸

データを一元的に管理し、統合解析を容易にするため

ウェブ版情報システムを開発・構築し、データの入力

と解析を行った。地震波速度構造、比抵抗構造の両方

を満足する新たなモデル作成を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］陸域震源断層、深部すべり、モデル化 

 

［研 究 題 目］乱流制御による新機能熱流体システムの

創出／乱流制御による新機能熱流体シス
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テムの構築(2) 

［研究代表者］大橋 秀雄（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］吉田 博夫、川口 靖夫、菊島 義弘、 

阿部 裕幸、瀬川 武彦、松沼 孝幸、

前田龍太郎（機械システム研究部門）、 

西澤 啓（JAXA） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産業技術総合研究所、航空宇宙

技術研究所、海上技術安全研究所の陸・海・空関連技術

を掌握する3国研がそれぞれにおける研究ポテンシャル

を融合させ国内外の諸大学とも連携協力してプロジェク

トの推進に当たっている。産業技術総合研究所グループ

の研究目的は、 新のマイクロデバイス技術ならびに制

御技術を用いて乱流を知的に制御しその短所を克服し長

所を伸ばすための基盤技術を確立することである。短所

克服のための乱流摩擦抵抗を減少させる研究では、吹き

出し吸い込みジェットアレーを用いて乱流抵抗を減少さ

せることを確認した。この抵抗は新たに開発した光ファ

イバー方式の歪みセンサをして行った（FBG せんさ）。

また、長所を伸ばす研究では、翼からの流れの剥離を抑

制するためにマイクロボルテックスジェネレータを開発

し、その有効性を確認した。これらのデバイスを取り込

み第二世代の能動制御システムを検討した。片持ち梁型

センサを改良して新たに風向、風速、剪断力を同時に測

定できるセンサを開発した。また、流体自身の機能に働

きかける制御方法として水に界面活性剤を微量添加した

場合の流れと熱伝達の基本特性を実験的かつ直接数値シ

ミュレーションにより検討した。界面活性剤の機能発現

をスイィッチさせる機構についても検討した。 

［分 野 名］環境、エネルギー  

［キーワード］乱流制御、抵抗低減、剥離制御、マイク

ロデバイス、界面活性剤 

 

［研 究 題 目］生体硬組織の無機ネットワーク構造を模

倣した骨組織誘導型人工骨の創製 

［研究代表者］寺岡 啓（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］寺岡 啓、横川 善之、斎藤 隆雄、 

加藤 且也、永田夫久江、穂積 篤、 

稲垣 雅彦、原田由紀子、松崎 照正 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、正常な骨組織に置換される人工骨を創製

することを目指し、骨形成に関して 適な構造を持つ多

孔質人工骨の設計、構築を目標とする。骨の無機ネット

ワーク等から、骨形成に関わる形状要素が 適化された

人工骨を設計し、作製した人工骨を用いてウサギ等の骨

欠損モデルの再生やスキャフォールドとしての可能性を

検討する。さらに、外科的な手法によらない注入により

骨欠損部に留置する方法を開発する。なお、臨床応用に

関しては、仮骨延長及び脊椎再建を目標とした。今年度

は、微小アパタイト（HA）ビーズ及び組織化した HA

ビーズ・細胞複合体の骨形成能ならびに細胞の自己組織

化機能（含細胞リクルート機能）を評価し、材料、シス

テムの 適化を図った。さらに、実用化を図るため、一

昨年度より前倒しで行っている臨床現場における HA
ビーズ及び HA ビーズ・細胞複合体埋植手法を検討し

た。in vitro、in vivo での知見を積み重ね、新たな治療

法につながる埋植プロトコル確立の目途がたち、実用化

の方針を確立した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］アパタイト、ビーズ、集積体 

 

［研 究 題 目］LCA 手法による地球温暖化対策設計ツ

ール開発に関する研究 

［研究代表者］玄地 裕（ライフサイクルアセスメント

研究センター） 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 地域省エネルギー戦略を設計支援するため、民生部

門の地域スケールでのエネルギー連関を記述したツー

ル開発と設計指針提示を目標とする。具体的には、エ

ネルギー消費の巨大な東京23区をモデル地区とし、需

要側として、特に夏季電力需要逼迫の主原因である都

市高温化による気温上昇とそれに伴うエネルギー消費

増加のモデル化による解析、供給側として、地域冷暖

房システムにつき、ライフサイクルコスト、ライフサ

イクル CO2排出量分析を行うことで、都内エネルギ

ーシステム設計指針を提示する。 

2) 研究の全体計画 

 地域データベースの作成、都市気象モデル、気象ビ

ルエネルギー消費錬成モデルの開発、運輸データベー

ス化、地域エネルギー供給 適化モデルの作成を行い、

終的にモデル統合化を目指す。ケーススタディーを

行うことで、都市部の具体的省エネルギー戦略につい

て検討する。 

3) 研究の全体計画 

 地域データベースの作成、都市気象モデル、気象ビ

ルエネルギー消費錬成モデルの開発、運輸データベー

ス化、地域エネルギー供給 適化モデルの作成を行い、

終的にモデル統合化を目指す。ケーススタディーを

行うことで、都市部の具体的省エネルギー戦略につい

て検討する。 

4) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 平成14年度まで開発を進めてきた需要部門と供給部

門のモデルの統合を進めた。需要部門のモデル（都市

気象ビルエネルギー連成モデル）の妥当性について、

公表されている気温、建物エネルギー消費量などのデ

ータとの比較により妥当性検討を行った。ヒートアイ

ランド対策を例に費用対 CO2排出削減量という評価

軸で他の民生部門地球温暖化対策との比較を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］都市、ヒートアイランド、省エネルギー 

 

［研 究 題 目］新情報パラダイムに基づく技術分野：大

域情報処理技術 

［研究代表者］大蒔 和仁（情報処理部門） 

［研究担当者］関口 智嗣、児玉 祐悦、中田 秀基、

高木 浩光、坂根 広史、瀬河 浩司、 

建部 修見、田中 良夫、首藤 一幸、 

工藤 知宏、横川三津夫、小島 功、 

長嶋 雲兵、菅原 保雄、小川 宏高、

西川 武志、川田 正晃、松田 元彦、

伊藤 智、戸村 哲、半田 剣一、 

錦見美貴子、高橋 直人、田代 秀一、 

新部 裕、田沼 均、中村 章人、 

渡邊 創、田中 哲、木下 佳樹、 

高橋 孝一、大崎 人士、渡邊 宏、 

古澤 仁 

［研 究 内 容］ 

 世界中に分散して置かれる膨大な計算機資源を、ⅰ）

計算機ネットワークを用いて有効に利用するとともに、

ⅱ）ハードウェア的にもソフトウェア的にもつなぎ目が

ないように構成し、接続するための基礎技術の確立を目

指す。ⅲ）また、大域での情報処理の方式についてシス

テムが正しく動作することを保証するための理論の確立

を目指す。 

(1) グリッド技術 

 ネットワーク透過な標準的なインターフェースとし

て遠隔地の PC やワークステーションから特定の計算

サービスを呼び出す RPC（リモートプロセジャーコ

ール）技術に基づいたミドルウェア、GirdRPC のク

ライアントライブラリ群を開発し、ユーザのプラット

フォームに応じて遠隔実行を可能とする技術の確立を

目的として研究を実施している。特筆すべき成果は香

港大学や米国 TeraGrid に導入して予備的実験を行い、

遠隔実行が可能であることを実証したことである。 

(2) グローバル情報技術 

 Linux/Unix 汎用多言語情報処理ライブラリの研究

開発では、昨年度までに開発した C ライブラリ、X
ライブラリ相当部分の改善、m17n ライブラリの公開

を 行 な う た め の ド キ ュ メ ン ト の 整 備 、 Free 
Standards Group への参加、ツールキットレベルで

の開発の開始などを行った。セキュリティ情報集約シ

ステムの構築基盤の開発では、セキュリティ対策のた

めのコンピュータの状態把握とソフトウェアの更新処

理を自動化するシステムを試作した。オブジェクト指

向言語 MixJuice を使った実証システムの開発では、

オープンソースの開発環境である Eclipse を、今後の

研究開発のプラットフォームに使用できないか検討し

た。暗号強度の継続的評価と暗号応 用技術の開発で

は、不正コピーを抑止する技術である電子透かしを利

用した安全な配信システムの基礎となる ID 符号化法

において、現時点で 高レベルの実用性、安全性をも

つ方式を開発した。 

(3) システム検証技術 

 詳細化（精製法）・抽象化の一般論を前年度に構築

した様相μ計算自体の函手モデルに適用して、リアク

ティブ・システムに関する抽象化の数理モデルを研究

した。そして、よく知られている抽象解釈を説明する

いくつかの圏論的構成を明らかにした。また、詳細化

（精製法）・抽象化を検証作業に適用するためのサポ

ート・ソフトウェアのサーベイを行ない、新たに要求

される機能を検討した。その結果、我々としては当面、

ポインタ型データを扱うプログラムの抽象化サポー

ト・ソフトウェアを開発することとし、その設計を開

始した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］グリッド技術、グローバル情報技術、シ

ステム検証技術 

 

［研 究 題 目］新情報パラダイムに基づく技術分野：大

域情報処理技術 

［中 項 目 名］システム検証技術の研究 

［研究代表者］木下 佳樹 

［研究担当者］木下 佳樹、高橋 孝一、大崎 人士、 

古澤 仁、渡邊 宏 

［研 究 内 容］ 

 システム検証技術μ計算を対象とした精製法に関する

函手モデル構築のために、まず様相μ計算自体の函手モ

デルの構築を行う。函手モデルを用いることによって様

相μ計算の性質を自由生成の概念から論じた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］μ計算、精製法、函手意味論 

 

［研 究 題 目］界面メゾスコピック構造に関する研究 

［中 項 目 名］界面構造計測技術の開発に関する研究  

研究運営 

［研究代表者］中山 景次 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］中山 景次、初鹿野寛一、 

Shamim Md. Mirza、荒井 智史、 

Yilmaz Ozmen、Alxander Gatsenko、 

田丸由美子 

［研 究 内 容］(目標) 

 本研究の目的は、薄膜界面とクラスタ界面におけるメ

ゾスコピック構造を欠陥の電子状態を中心に、TSEE 法、

TSPE 法、SKPM 法、STM-LE 法の融合による計測技

術を開発することであり、その開発目標は原子～ナノメ

ートルの解像度である。 

（研究計画） 

 TSEE/TSPE による界面構造計測技術の開発に関す
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る研究、(2)STM-LE による界面構造計測技術の開発に

関する研究、(3)SKPM 計測による界面構造計測技術の

開発に関する研究の3つのグループに分けて推進する。

(1)においては、TSEE と TSPE をを用いた界面計測技

術を開発する。ここでは、TSEE による表層欠陥と

TSPE による深層欠陥の全く新規な計測技術開発を目標

とする。(2)においては、STM-LE を用いた界面構造計

測技術を開発する。ここでは原子～ナノメートルレベル

の解像度を目標とする。(3)においては、現有の

SKPM・NC-AFM の複合装置を用いて界面構造計測技

術を開発する。ここでは、原子レベルの解像度を目標と

する。 

（H15年度の進捗状況） 

 TSEE/TSPE による界面構造計測技術の開発に関す

る研究においては、超高真空 TSEE・TSPE・TSNE・

複合装置から TSPE 計測部分を切り離し新たに超高真

空 TSPE・TSNE 複合装置を設計し、その本体部分を

製作した。また、TSEE・TSNE 複合装置に、波長可変

励起光源を設計・製作して装着し、PTSEE 計測を可能

なシステムへと機能アップした。Si や金属系試料から

の TSEE 特性、TSNE 特性を明らかにした。STM-LE
による界面構造計測技術の開発に関する研究においては、

光検出感度を向上させ微弱光計測を可能とし、Si 単結

晶表面上の Ag 薄膜クラスタからの STM-LE 像の計測

に成功し、さらに、STM-LE 像や放出されるフォトン

エネルギーの電圧依存性を明らかにした。また、

SKPM による界面構造計測技術の開発に関する研究に

おいては、UHV-SKPM・NC-AFM 複合装置を用いて

Si 単結晶上の結晶粒界の計測を行った。これらに加え

て、数 eV から数 keV にわたるエネルギーを持つ電子

線を試料表面に打ち込むことができる電子線照射装置を

設計・製作した。本装置を用いて、試料内部に様々な欠

陥を導入して評価することができることとなった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］デバイス設計、製造、プロセス技術、超

精密計測、解析・評価技術 

 

［研 究 題 目］ホウ素系新超伝導物質の材料化基盤研究

／機能発現機構の解明と物質デザイン／

共有結合ネットワークの幾何学的効果の

研究 

［研究代表者］針谷喜久雄 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］古門 聡士、山城 敦 

［研 究 内 容］ 

 ナノ炭素系やボロンと窒素を含むナノリボン等をモデ

ル物質に選び、電子のスピンに依存した輸送現象の機構

を解明した。とくにエッジの効果に着目して、幾何学的

効果に由来したスピン配列を観測するための新しい実験

的手段を提案し、観測データに関して理論的に数値的シ

ミュレーションを行った。また、幾何学的にひねった境

界条件を課した系における磁性等を研究した。境界条件

を変えることによる電子状態の波数条件が変わる効果や

光学選択性への影響を考察し、光励起状態の機構を理論

的に解明した。 

 近年、スピンをエレクトロニクスに積極的に取り入れ

ようとする「スピントロニクス」分野の研究が盛んに行

なわれている。代表的な素子として、強磁性体（FM）

／スペーサー／FM 接合から成る磁気抵抗素子がある。

これは、FM の磁化配列（平行・反平行）により抵抗値

が変化する、磁気抵抗効果を示す。 近、デバイスの微

細化を目指して、FM／カーボンナノチューブ（CNT）
／FM 接合が作製され、その磁気抵抗効果が報告された。

本研究において、磁気抵抗効果を高めるための方法を理

論的に提案した。 

 端の形状がジグザグ型の形状を持ったナノグラファイ

トリボンにおいては、端に局在した非結合性軌道が平坦

バンドを形成し、状態密度がフェルミ準位に鋭いピーク

を持つ。一方、炭素サイト上のクーロン相互作用により

その平坦バンドが不安定化し、両端に逆向きのフェリ的

な磁化が局在した状態が現れることが知られている。近

年、北海道大学においてメビウスの輪形状をした

NbSe3単結晶が合成された。ナノグラファイトリボンに

おいて幾何構造が電子状態に強く影響することから、メ

ビウス形状の電子状態への効果等を理論的に検討した。 

 導電性高分子は、炭素のπ電子が1次元的に連なって

出来た人工的な合成金属である。近年、顕著な発光特性

を利用して、薄型ディスプレィや携帯電話などへ応用さ

れるようになってきた。ナノデバイスの研究が盛んであ

り、ナノ機能の観点から基礎的特性を研究することは

益々意義がある。導電性高分子において、メビウス型の

境界条件を持った系が実際に合成されている。導電性高

分子をモデル物質にして、空間的幾何構造の効果がどの

ように電子状態に影響し基礎特性が変化するか、理論的

に研究を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、ナノグラファイト、共役

高分子、スピントロニクス、磁性、光物

性 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブエレクトロニクス

に関する研究／カーボンナノチューブ走

査単一電荷プローブテラビットメモリの

開発 

［研究代表者］松本 和彦 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 テラビットメモリーを実現するために、数ナノメート

ルの領域に閉じ込められた数個の電子を高感度に読み出

す単電子プローブの作製を行なった。カンチレバー先端
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に触媒を形成してカーボンナノチューブを成長し、これ

に欠陥を導入して単一電子トランジスタとし、室温動作

単電子プローブの作製に成功した。素子は室温でクーロ

ンダイアモンド特性を示した。  

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］ナノチューブ、単一電子デバイス、セン

サー 

 

［研 究 題 目］高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研究開発

／欠陥の高感度評価とマッピング技術の

開発／欠陥のウェーハ面内マッピング 

［研究代表者］大串 秀世 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］大串 秀世、李 成奇 

（職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 カソードルミネッセンス（CL）法による光学的欠陥

評価および過渡容量分光法（ICTS）による電気的欠陥

評価により、SOI ウェーハの欠陥の面内分布に関する

情報を得て、SOI ウェーハ開発へフィードバックする。 

 前年度までに蓄積した歪バルクシリコンウェーハの電

気的特性法による欠陥マッピング技術をもとに、今年度

開発する歪 SOI シリコンウェーハの欠陥面内マッピン

グを展開し、 終目標の達成を計る。また、前年度立ち

上がった高感度 CL 装置による発光センタの欠陥評価に

ついても、前半にデータ蓄積を行い、後半所期の目標を

クリヤする。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］シリコン SOI ウェーハ、欠陥マッピン

グ、カソードルミネッセンス法 

 

［研 究 題 目］噴火様式の進化に関する研究 

［研究代表者］高田 亮（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］高田 亮、石塚 吉浩、中野 俊、 

小林 淳（ダイヤコンサルタント）、 

鈴木 雄介（アジア航測）、 

荒井 健一（アジア航測）、 

千葉 達朗（アジア航測） 

（職員3名、その他4名） 

［研 究 内 容］ 

 富士山腹で重機および人力のトレンチ調査を複数行い、

表層に隠れた代表的な過去の噴出物を特定し、 その噴

出年代、噴出場所、噴火様式、噴火履歴、規模などを推

定する事、及び、得られた情報を時系列として扱い、相

互の関連性を議論し、噴火様式の進化のモデルを試作す

る事を目標とする。 

 平15年度は、富士北西山腹（西部と北部）を中心に、

重機および人力のトレンチ調査を複数行い、表層に隠れ

た代表的な過去の噴出物を特定し、その噴出年代、噴出

場所、噴火様式、噴火履歴、規模などを推定する。これ

らの情報に、平13、14年度に得られた情報を含めて、総

合的な時系列として扱い、相互の関連性を議論し、噴火

様式の進化のモデルを試作する。 

 富士火山山腹の主としてスコリア丘山頂でトレンチ調

査を行い、年代測定やテフラ分析などにより、これまで

不明だった、富士火山の1万年より新しい山腹噴火の活

動時期が正確に時代区分できた。本成果をもとに、時系

列解析をすると、過去5000年間で、噴火頻度、噴出量、

噴火位置、噴火様式に関して、時間変化の波（リズム）

が存在することが明らかとなった。噴火位置の分布限界

については、山頂からの距離に関する拡大と縮小や卓越

方位の時間変化が、噴火様式については、噴火活動の爆

発性と非爆発性に時間変化があることが認められた。特

に、これらのリズムは、約 BC2000-1000年と AD700-

1000年の期間には特に顕著である。 

［分 野 名］地質・海洋  

［キーワード］火山、噴火、富士山、噴火履歴、噴火様

式、側噴火、トレンチ調査  

 

［研 究 題 目］産総研 生命情報科学人材養成コース 

［研究代表者］秋山 泰（生命情報科学研究センター） 

［研究担当者］後藤 修、浅井 潔、ポールホートン、 

諏訪 牧子、野口 保、広川 貴次、 

秋山 泰、高橋 勝利、五條堀 孝、 

今西 規、山口 由美、伊藤 剛 

［研 究 内 容］ 

 バイオインフォマティクスの実践的な研究人材を養成

するため、大規模プロジェクトが遂行されている現場で

総合的な養成教育を行う。養成に際してはバイオインフ

ォマティクスにおいて先端的な研究を進めている多数の

優れた研究リーダーの下で、ポスドク研究者の雇用、産

業界からの共同研究者・技術研修者の受け入れ、大学と

の連携による大学院等の実施教育、ソフトウェア産業を

巻き込んだソフトウェア技術の養成などを、大規模かつ

拠点集中的に実施し、我が国におけるバイオインフォマ

ティクス人材のインキュベーションセンターとしての役

割を果たすことを目標としている。 

 具体的な実施内容としては 1.セミナーの開講 2.研

究チーム配属による研究実務体験 

3.シンポジウムの開催 4.外国人研究者の招聘などを行

う。 

年度進捗状況は次の通りである。 

1. 被養成人数 

 リーダー養成4名 学際研究者養成8名 アノテータ

ー養成 2名 企業研究者養成 13名 受託学生指導

16名 

2. 特別講義および専門別セミナーの実績 

1) 生命情報科学特別講義：週1回程度外部講師を招

いて講演（30回） 

2) 専門別セミナー：分子機能セミナー（22回）、遺
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伝子情報セミナー（21回）、生命システムセミナー

（15回）、分子進化学セミナー（20回）、生物多様性

セミナー（2回） 

3. シンポジウムの開催（シンポジウム、招待講演、ポ

スターセッションなど） 

シンポジウム名：第2回 産総研生命情報科学人材養

成コース 

開催日時：平成15年10月3日 

開催場所：日本科学未来館 7F みらい CAN ホール 

4. 研究者の招聘：海外から著名研究者を招聘し、講演

および研究指導を行った。（5名） 

［分 野 名］ライフサイエンス 

 

［研 究 題 目］産総研 ナノバイオ分野人材養成ユニッ

ト 

［研究代表者］湯元 昇（人間系特別研究体 動的構造

機能制御研究グループ） 

［研究担当者］達 吉郎、茂里 康、森垣 憲一（人間

系特別研究体）、上田 太郎（ジーンフ

ァンクション研究センター）、 

西井 準治、金高 健二（光技術研究部

門）、芝上 基成（物質プロセス研究部

門）、久保 泰（脳神経情報研究部門）、 

小高 正人（生物機能工学研究部門） 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 広い視野と先端的な機器・手法の研究開発が要求され

るナノバイオテクノロジー分野において、即戦力となり

うる人材の養成を行うことを目的とする。 

「研究計画」 

 本人材養成ユニットは、産総研内の既存の研究ユニッ

トを複数、融合させることにより、人材養成機関として

機動的に組織される。被養成者は研究リーダーの指導の

下、既存の豊富な研究資源を活用した養成プログラムに

より、ナノバイオ分野で研究を遂行していくための様々

な技術を獲得する。その際、被養成者は広範な知識・技

術の習得を目的として、講義・技術講習・セミナーを受

講するとともに、実践的な技術および知見の獲得を目的

として研究実習を行う。実習コースとしては、生体ナノ

マシンコースとナノバイオ材料コースを提供する。 

（平成15年度進捗） 

 人材養成業務従事者及び内外の企業、大学、他の研究

所等から外部講師を招いた講義を26回行い、ナノバイオ

分野全般に関する基礎から 先端の研究成果を被養成者

に習得させた。 

 人材養成業務従事者等による技術講習を7回行い、バ

イオから材料・製造まで、広範囲に渡るナノバイオ分野

研究に必携の技術を被養成者に習得させた。 

 被養成者は、生体ナノマシンコース及びナノバイオ材

料・マシン製造コースいずれかのコースを選択し、各研

究リーダーの指導の下、既存の豊富な研究資源を活用し

たプログラム項目について、 ナノバイオ分野で研究を

遂行していくための様々な技術や研究実務を習得した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人材養成、ナノバイオ、運動蛋白質、ナ

ノマシン 

 

［研 究 題 目］国際物質循環時代のエコマテリアル化指

針のうち国際技術共有可能なリサイク

ル・排出抑制プロセス技術及びリサイク

ル配慮設計技術 

［研究代表者］小林 幹男（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］春田 正毅、遠藤 茂寿、大矢 仁史、 

四元 弘毅、田中 幹也、古屋仲茂樹、 

品川 俊一、小山 和也、西嶋 昭生、 

大見 孝吉 

［研 究 内 容］ 

 資源循環や環境調和材料（エコマテリアル）に係わる

現象は、我が国一国で閉じておらず、国際的な循環・ラ

イフサイクルの中で生じている。したがって、これらに

関連した技術開発を行うには、国際的、とりわけアジア

域での循環・ライフサイクルを検討することが必要であ

る｡本課題では、わが国の有するリサイクル・排出抑制

プロセス技術及びリサイクル配慮設計技術のアジア諸国

への適正化のための現状調査・検討ならびに関連するラ

イフサイクル管理のガイドラインづくりの推進に資する

調査・検討を行う｡平成15年度においては、これまで2度

にわたり行った International Workshop on Recycling 
at Tsukuba に引き続き、 終年度として、エコマテリ

アルを担当している物質・材料研究機構と共同で、

「Joint Workshop of ECOMATERIALS & RECYCLING」

を開催、産総研からは中国、韓国、ベトナム、タイ、シ

ンガポールの大学等から研究者を招聘して、各国・機関

での取り組みについて発表を行うとともに、ディスカッ

ションを行った。そして、ワークショップの中で、今後、

アジア域国際資源循環を適正に行っていくための指針を

提示した。また、現地調査として、韓国、タイ、中国に

おいてリサイクルに関する先進的な研究を行っている機

関を調査した。本プロジェクトを３年間推進することに

より、アジア域の資源循環に関する 新の情報の収集、

今後研究を推進するにあたって協力機関となる可能性の

ある機関とのパートナーシップの強化、アジア域での適

正な資源循環を進めるにあたっての基準試案提示等の成

果が得られた。 

［分 野 名］資源循環 

［キーワード］リサイクル、エコマテリアル、アジア、

国際循環、環境調和 

 

［研 究 題 目］アジア太平洋地域の大気環境の改善のう

ちアジア太平洋地区大気環境改善のため
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の国際会議の主催 

［研究代表者］指宿 堯嗣（環境管理研究部門）  

［研究担当者］山本 晋、近藤 裕昭、蒲生 稔、 

村山 昌平、三枝 信子、飯塚 悟、 

松沢 貞夫 

［研 究 内 容］ 

 2003年10月21日、22日に産総研高山観測サイトのある

岐阜県高山市でアジアの炭素収支とモニタリングネット

ワークに関する国際ワークショップを開催し、14年度に

開催した第8回大気科学とその大気質への応用国際会議

を受けて今後のアジア地域における大気環境研究の人的

交流やデータ交換手法などの研究協力をどう進めていく

かに関する議論を行った。また、中国、タイ、インドネ

シアに対してモニタリング手法に関する技術的な指導と

今後の研究協力に関する協議、カナダとはモニタリング

手法の相互比較に関する研究協力を行った。アジア地域

については、ほぼ現地スタッフでモニタリングを続けら

れる目途をつけることができた。 

 アジアの炭素収支とモニタリングネットワークに関す

る国際ワークショップは、2003年10月21日、22日の両日、

岐阜県高山市のホテルアソシア高山リゾートで行われた。

本ワークショップは、産業技術総合研究所と岐阜大学流

域圏科学研究センターの共同主催で行った。高山市郊外

には、産総研の前身である工業技術院資源環境技術総合

研究所が1993年に設置した25m の炭素収支測定用のタ

ワーがある。本ワークショップはこのタワーでのこの10

年の観測結果を中心にして、現在アジア各国で同様なタ

ワー観測が始められており AsiaFlux というネットワー

クが構成されていること、また同様なモニタリングネッ

トワークである東アジア酸性雨モニタリングネットワー

ク（EANET）との知見を交換すること、また14年度に

開催した第8回大気科学とその大気質への応用国際会議

の結果をふまえ、アジア地域の大気環境研究を展開する

に当たっての問題点等を議論する目的で開催した。 

 ワークショップでは、カナダ、中国、韓国、タイ、ロ

シアからの外国人研究者を含む、口頭発表24件（うち招

待講演4件）、ポスター発表9件の発表があり、68名の参

加者があった。21日は午後から2つのセッションを行い、

夕方にポスターセッションを実施した。また、22日には

午前中に2つのセッションを行った後、バスで産総研観

測サイトへのテクニカルツアーを実施した。 

 本ワークショップにおける研究発表については、アジ

アのリージョナルな結果に留まるべきではなく、全世界

的に発信すべきとのワークショップでの議論から国際学

術誌の「Agricultural and Forest Meteorology」誌に本

ワークショップで発表された論文で特集号を組むように

提案することとなった。地球環境に関連する大気のモニ

タリングに関する研究は、長期間同じ精度で観測を続け

ることに意義がある。このため、長期間にわたり研究が

継続されるような手段を講じる必要がある。アジアにお

いてこのような長期の研究協力を続けていくためには、

相手側の文化を考慮した粘り強い交渉と指導を行ってい

く必要がある。その意味で、産総研が協力した中国、タ

イ、インドネシアの観測サイトではほぼ現地スタッフの

みで精度の高いモニタリングを維持することができるよ

うになったのは大きな成果である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］国際会議、アジア地域、国際的リーダー

シップの確保、大気環境研究者ネットワ

ーク、AsiaFlux、EANET、岐阜県高山

市 

 

［研 究 題 目］アジアグリッドイニシアチブ 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］田中 良夫、建部 修見、首藤 一幸 

［研 究 内 容］ 

 アジアグリッドイニシアチブは、アジア太平洋地域に

グリッドテストベッドを構築し、グリッド環境の提供、

運用を行うプロジェクトである。構築、運営方法に関す

る技術的な方針について参加組織での合意のもと試験的

な運用を行っている。今年度は ApGrid Testbed の規模

拡大を進めるとともに、アプリケーションを用いた評価

およびより使いやすい環境を提供するためのアプリケー

ションポータルやツールの開発を行った。ApGrid 
Testbed の性能および実用性を検証するために、産総研

で開発を進めているグリッドにおけるプログラミングミ

ドルウェアである Ninf-G を使って開発した気象シミュレ

ーションシステムを ApGrid Testbed 上に配備し、

Supercomputing 2003(SC2003)や PRAGMA Workshop
などの国際会議やワークショップにおいてデモ展示を行

なった。また、SC2003においては米国 TeraGrid と連

携したデモ展示を行なうとともに、簡単な性能評価を行

った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］テストベッド、実証実験 

 

［研 究 題 目］臍帯血からの神経幹細胞の分離技術の開

発 

［研究代表者］金村 米博（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター）  

［研 究 内 容］ 

 疾病、もしくは損傷により傷害された中枢神経組織の

機能回復を図る有効な治療法は未だ存在せず、その開発

は国際的にも緊急を有する課題である。その対処法とし

て、神経幹細胞を用いた中枢神経の再生医療の実現に大

きな期待が寄せられているが、早期の実用化が有望視さ

れている胎児由来神経幹細胞と、ES 細胞の使用には倫

理的な問題と拒絶反応の問題が存在する。本研究開発は

これら細胞に代わって社会的容認が得られやすく、かつ

自己細胞移植に準じた安全な同種移植法が既に実用化さ
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れており、近年、神経幹細胞のソースとして注目されて

いる臍帯血から、効率的に神経幹細胞を分離する技術を

開発し分離された神経幹細胞の実用化を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］臍帯血、神経幹細胞、再生医療 

 

［研 究 題 目］システム詳細化・抽象化の数理モデルの

確立 

［研究代表者］渡邊 宏 

［研究担当者］渡邊 宏、髙木 理、早水 公二 

［研 究 内 容］ 

 リアクティブシステムの詳細化・抽象化の数理モデル

構築と数理モデルを使いシステム検証の事例研究を行う

こと、並びに詳細化・抽象化の数理モデルの利用を支援

する詳細化・抽象化検証ツールの試作・試用試験を行う

ことにより大規模システムの開発技術とバグを見つける

検査技術を確立することである。 

 詳細化・抽象化の数理モデルの研究では、cone of 
influence 技法を通信付きシステムへ拡張させた。 

 システム検証の事例研究では、組み込みソフトウェア

の仕様書のモデル検査の中で、モデルの状態遷移系作成

に抽象化手法を適用することを検討した。それと並行し

て、ソフトウェア技術者向けのモデル検査教育用教材の

素案を作成した。詳細化・抽象化検証ツールの試作・試

用試験では、ツールを試作するための準備として、

PVS、Isabelle/HOL、Agda/Alfa など定理証明支援系

の調査を行った。さらに、定理証明支援系の操作法修得

のため、モデル検査の抽象化アルゴリズムを題材として、

数学的概念の形式化を行い、アルゴリズムの正当性およ

び停止性の形式的証明を与える事例研究を行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］リアクティブシステム、システム検証、

抽象化 

 

［研 究 題 目］高異方性ナノプロセスによる極微 

MOSFET 
［研究代表者］昌原 明植 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］石井 賢一、柳永 勲、松川 貴 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 新たに見いだした、無損傷で微細構造形成可能とする

高異方性エッチング特性を利用した、ナノウェットプロ

セスを構築する。この新技術により、高性能微細立体構

造ダブルゲート MOS デバイス作製技術を開発する。こ

れらの微細デバイスの電気的特性をミクロの視点から観

測する技術を開発し、デバイス実用性の向上をはかる。

終的には、集積可能なダブルゲート相補型 MOS
（CMOS）回路の実現を目指す。 

【研究計画】 

 申請者が発見したイオン照射誘起減速エッチング現象

を用いて、3次元的に微細加工可能な高異方性ナノウェ

ットプロセスを開発し、これまでに開発されたことのな

い10nm 級の縦型極薄 Si チャネルを有する縦型ダブル

ゲート MOSFET を実現する。さらに、走査型プローブ

容量顕微鏡を用いて、微細 Si 構造をナノスケールで観

測する 

【年度進捗状況】 

 独自な高異方性ナノウェットプロセス法により、10nm
級縦型極薄チャネル形成技術を確立した。また、開発し

た極薄チャネル形成技術に CMOS 技術を統合し、縦型

極薄チャネルを有する n チャネル型縦型ダブルゲート

MOSFET を作製した。さらに、作製された MOSFET
が、ダブルゲート化に起因して極めて良い性能を有する

こと、また、チャネル厚薄層化に伴い短チャネル効果が

抑制されていくことを確認した。また、チャネル厚のみ

ならず、チャネル形状も特性に大きく影響を及ぼすこと

を実験的に確認した。MOSFET 特性向上を目的として、

850℃低温熱酸化法を用いて、極薄ゲート酸化膜形成を

試みた。酸化膜成長速度および面方位依存を調査した結

果、本研究でトランジスタチャネル面として利用する

Si（111）面では、酸化時間制御により、再現性良く

1.8nm の極薄酸化膜が成長可能であることを実証した。

さらに、希釈 HF によるウェットエッチバック法による

1nm までの薄膜化技術を確立した。また、走査型非線

形容量顕微鏡（SNDM）を用いて、様々なプロセス条

件で作成された n チャネル及び p チャネルプレーナー

型シングルゲートトランジスタ構造の評価を行った。ソ

ース／チャネル／ドレインを横切るように非線形容量プ

ロファイルを測定し、またチャネル領域での局所的容量

－電圧特性評価により、実効チャネル長、短チャネル効

果発生の有無を定量的に調査した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ナノウェットプロセス、ダブルゲート 

 

［研 究 題 目］感温性表面による廃水の革新的処理プロ

セス 

［研究代表者］石田 尚之（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］石田 尚之 

［研 究 内 容］ 

 様々な産業分野から排出される油を含んだ廃水は、大

きな環境汚染源となるために適正な処理が必要である。

また、産業界におけるゼロエミッション化の推進に伴い、

処理後の油水が循環利用できるプロセスの確立が必要で

ある。しかし、従来の手法では、油分が水中にエマルシ

ョン状態になった廃水の効率的な処理が難しい。そこで

本研究では、繊維状の固体表面に感温性分子を固定する

ことで、温度変化で油微粒子の捕捉・放出を行うことの

できる油水分離材を創製し、この分離材を用いて、温度

により廃水中の油分を分離・回収するとともに、分離材
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を再生・繰り返し使用できるプロセスを開発する。処理

水中の油濃度が排出規制値の5ppm 以下で、除去後の油

が回収できることを目標とする。 

 本年度は、油水分離材の試作と、それを用いた油水分

離プロセスの開発を行った。分離材の基質として繊維状

固体を用い、その表面に感温性分子を重合することで、

所為の分離材を作成した。モデル廃水としてドデカンを

水に分散したモデル溶液を用いて、バッチ試験により分

離性能を評価した。その結果、感温性分子を網目状に固

定した分離材においては、40℃でモデル廃液中の油分の

97%以上を分離できることがわかった。 

 次いで、開発された分離材を用いたバッチ式の油水分

離プロセスを、ラボスケールで作成した。同様にモデル

廃水を用いた試験により、分離材の繊維径、油滴のサイ

ズ、流量、および運転温度などの諸条件による油水分離

性について評価し、その 適条件を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］廃水処理、エマルション、油水分離、感

温性 

 

［研 究 題 目］レーザープロセッシングによるβ－鉄シ

リサイドの低温合成  

［研究代表者］奈良崎愛子（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］奈良崎愛子 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 1.5μm 光通信帯での近赤外発光特性が注目されてい

る環境半導体の鉄シリサイド薄膜は、イオンビーム打ち

込み法等の他の合成手法ではβ結晶相の析出に長時間の

高温アニール処理（～800℃）を必要とする。そこで、

レーザーアブレーションにおいて結晶性微粒子が特異的

に発現することに基づき、鉄シリサイド合金の紫外レー

ザーアブレーションにより、200℃以下のβ結晶相の低

温合成を目指す。 

年度進捗状況 

 鉄シリサイド合金ターゲットのレーザーアブレーショ

ンにより特異的に生成するマイクロ液滴をシリコン基板

上に室温堆積させる手法により、β半導体相を有する鉄

シリサイドマイクロ構造の室温作製が可能なことをこれ

まで見出してきた。本年度は、β－鉄シリサイドのマイ

クロ構造を高密度に含有する薄膜を、不活性雰囲気中で

短時間のアニーリング処理を施すことにより、1.55μm
のフォトルミネッセンスを200K より低温で観測するこ

とに成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］鉄シリサイド、環境半導体、レーザーア

ブレーション、β結晶相、パルスレーザ

ー堆積法（PLD）、フォトルミネッセン

ス 

 

［研 究 題 目］単一種分子から成る新規伝導体の開発と

応用 

［研究代表者］田中 寿（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］徳本 圓 

［研 究 内 容］ 

 本課題においては、分子設計が可能な有機分子や金属

錯体分子を用いて新規の分子物性を実現し、次世代の分

子物性開発を牽引しうる物質の開発を目標としている。

特に、我々が近年開発した単一種分子から成る伝導体

（単一種分子性伝導体）は、従来の分子性伝導体の常識

である異分子間の電荷移動や部分酸化を行うことなしに

伝導キャリアを発生させた新しいタイプの分子性伝導体

であり、そのシンプルな組成や構造の多様性から注目さ

れている。 

 昨年の報告で、予備的実験ながら米国タラハシの強磁

場実験施設における磁気量子振動の測定に成功し、

［Ni(tmdt)2］が紛れもなくフェルミ面を持つ金属であ

ろうことを報告した。この長年の懸案であった単一種分

子性伝導体［Ni(tmdt)2］の電子構造について、AFM
用のマイクロカンチレバーを用いた磁気量子振動の三次

元的なデータ測定に成功した。これにより、単一種分子

性伝導体が紛れもなくフェルミ面を持つ金属であること

が証明された。これに関して、第一原理計算によるフェ

ルミ面の 適化を行い、実験結果とほぼ一致する結果を

得ることが出来た。また新規物質としてコバルトや鉄等、

磁性金属を含む錯体を合成し、コバルト錯体については

構造の決定も行なった。磁気的には転移は起きていない

が、アニオン錯体（絶縁体）の時は消えていた磁化が、

中性錯体（伝導体）になると一部出現する等の興味深い

性質が見られている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］単一種分子性金属、フェルミ面、磁気量

子振動、単一種分子性磁性伝導体 

 

［研 究 題 目］バンド制御による高効率可視光応答性ナ

ノ構造光触媒の設計・開発 

［研究代表者］阿部 竜（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］阿部 竜 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 次世代のクリーンエネルギーとして水素が注目されて

おり、これを太陽光と光触媒を用いて水から製造出来れ

ば、世界のエネルギー問題の抜本的解決に繋がる可能性

を有している。この観点から半導体光触媒による水の分

解反応が注目・検討されてきたが、太陽光の大部分を占

める可視光の利用には至っていないのが現状である。そ

こで本研究プログラムでは複合酸化物半導体のバンド構

造を設計制御することで、可視光を用いて水を水素と酸

素に効率よく分解可能なナノ構造光触媒を開発すること

を目的とする。 
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年度進捗状況 

 平成15年度は新規の複合酸化物半導体を合成し、これ

らのキャラクタリゼーションと光触媒活性の評価を行っ

た。半導体の伝導体を形成する金属として、チタン・ニ

オブ・タンタルを選びこれらの複合酸化物を合成し評価

した結果、複合酸化物の結晶構造が光触媒活性と密接な

相関関係を有することを見出した。またパイロクロア構

造を有する化合物が水の分解に対して活性を示すことを

世界で初めて見出した。ビスマス等を複合酸化物の骨格

に組み込むことで、バンドギャップが縮まり一部の化合

物では可視光吸収を発現することを見出した。これらの

結果は今後の高活性光触媒の設計指針になりうると考え

られる。 

 また平成15年度からは色素と半導体を組み合わせた色

素増感光触媒の開発に着手した。金属錯体や有機色素は

その分子構造を変えることで半導体のバンドに相当する

エネルギーレベルを容易に変化させることが可能であり、

可視光での光触媒反応へ利用できることが期待される。

各種の色素を用いて可視光水素生成反応を検討したとこ

ろ、ある種の有機溶媒と水の混合溶液中において非常に

効率の良い水素生成が進行することを見出した。さらに

半導体としてナノ構造処理を行ったニオブ系の層状化合

物を用いたところ従来の可視光応答性複合酸化物にくら

べ、同等の可視光照射条件で1000倍以上の水素生成速度

が得られることが分かった。色素増感光触媒の有効性を

示した世界初の成果である。今後は複合酸化物と色素増

感光触媒の両方を検討し、 終的に両者を組み合わせる

ことで高効率可視光水分解の達成を目指す。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］半導体光触媒、水の分解、水素製造、結

晶構造、バンド構造 

 

［研 究 題 目］生体組織再生を目的とした機能性複合基

盤材料の開発 

［研究代表者］陳 国平（ティッシュエンジニアリング

研究センター）  

［研 究 内 容］ 

 3次元的な多孔質培養基盤材料の開発は、再生医工学

の産業化を左右する重要な基盤技術であるため、世界中

で競って研究開発が行われている。産業化で世界に先駆

けるために、優れた培養基盤材料の緊急開発が必要であ

る。本研究では、生体吸収性合成高分子材料の骨格構造

体内部に、さらに細胞生理活性物質と細胞外基質を導入

し、軟骨や、靭帯、骨などの生体組織再生をより容易に

しうる培養基盤材料を開発する。さらに、骨・軟骨組織

や骨・靭帯組織など近接する複数組織の同時再生を目指

して、軟骨や靭帯再生を促進する部分と骨再生を促進す

る部分からなる階層構造を有する高度機能化した培養基

盤材料の開発を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］培養基盤材料、生体吸収性合成高分子、

生体組織再生 

 

［研 究 題 目］細胞の品質管理機構による新規人工蛋白

質のスクリーニング 

［研究代表者］萩原 義久（人間系特別研究体） 

［研究担当者］湯元 昇、達 吉郎、中村 努、 

上垣 浩一、茂里 康 

［研 究 内 容］ 

（研究内容・目標） 

 本研究は新規人工蛋白質の創出によって、蛋白質の立

体構造の構築原理を明らかとすることを目標としている。

蛋白質の本質的理解は生物を分子論的に理解する上で必

須なだけでなく、産業面では新機能酵素の開発に貢献し、

環境に優しいバイオプロセスの普及を推進する。またポ

ストゲノム時代を迎え、アミノ酸配列からその立体構造

を知り、機能を探り出す必要性が高まっている。本研究

はこれらのニーズに合致しておりが本研究を行う意義は

大きい。 

（研究計画） 

 本研究では『細胞の品質管理機構』を利用して、ラン

ダムなアミノ酸配列のライブラリーの中から強固な立体

構造を持つ人工蛋白質をスクリーニング法によって得る。

15年度は、異なる数種類の免疫グロブリンフォールドド

メインを研究材料として用いる。部位特異的アミノ酸置

換報により免疫グロブリンフォールドドメインのジスル

フィド結合領域を部分的にランダム化し、このライブラ

リーについて安定な変異体を検索する。こうした変異体

は抗体の広範な新規利用に資する。また新規人工蛋白質

との比較を行うための、天然に存在する蛋白質やペプチ

ドの基礎的データの収集を行う。 

（年度進捗状況） 

 現在までにジスルフィド結合をランダムに置換したラ

イブラリーについてスクリーニングを行なっている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質工学、人工蛋白質 

 

［研 究 題 目］新規遺伝子発現制御系・光スイッチの開

発 

［研究代表者］中島 芳浩（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容］ 

（研究内容・目標） 

 日常的な実験室レベルでの基礎生命科学実験から遺伝

子治療等の臨床に渡る広範な分野において、目的とする

遺伝子を細胞内に導入し、発現を制御する手段は極めて

重要且つ必須である。これまで遺伝子導入系については

詳細な研究が行われ、種々の実用的な手法が確立してい

るが、遺伝子発現制御に関する方法については開発が遅

れ、実用的な手法は極めて僅かであり、細胞内プロテオ

ームを撹乱することなく、遺伝子発現制御可能な手法の
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確立が待たれている。本研究では、これまでの遺伝子発

現制御において用いられていない「光」を駆使すること

で、時間・空間的な発現制御が可能な新しいシステムの

確立を試みている。 

（研究計画） 

 微生物からヒトまで、多くの生物は外界の光情報を受

け取り、生命維持に必要なエネルギー生産や体内時計の

調節等を行っている。光環境からの情報を受け取り、生

体シグナルに変換する役者は総称して「光受容体」と呼

ばれ、受容する光の色、遺伝子構造、信号伝達経路は多

岐に渡っている。本研究では、この光環境センサーであ

る光受容体を 大限に利用することで、哺乳類細胞内で

の遺伝子発現制御を光照射により行う「光スイッチシス

テム」の構築を試みている。 

（H15年度進捗状況） 

 カロチノイド合成、概日時計の光制御に関わるカビ由

来青色光受容体およびその結合配列（光応答配列）を哺

乳類細胞に導入し、光照射に伴う転写活性の変化を既知

発光タンパク質をレポーターとしてモニターした結果、

光照射依存的に転写の抑制が起こることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子発現制御、光受容体、転写調節 

 

［研 究 題 目］ストレスシグナルのプロテオーム解析 

［研究代表者］絹見 朋也（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センター） 

［研究担当者］絹見 朋也、木全 順子、小川 陽子 

［研 究 内 容］ 

 酸化ストレスは癌、老化、神経変性疾患など重要な疾

患に関わっている。プロテオーム解析により酸化ストレ

スにより誘導されるタンパク質を探索し、その分子構造

解析、発現解析を行う。これにより酸化ストレスマーカ

ーの探索、ストレスの生体への影響をタンパク質レベル

で理解することを目的としている。 

 このため、超微量タンパク質を構造解析するためシス

テムの構築、および質量分析の新しい解析手法の開発を

重要な要素技術として位置づけ、プロテオームシステム

への応用を展開した。このシステムを様々なストレスを

負荷した培養細胞、組織、臓器へと適用し、ストレス応

答性タンパク質の探索、そのタンパク質の構造研究を行

った。システイン酸化ペプチドの高感度、効率的な同定、

構造解析法を開発し、従来法では検出が困難であった微

量な酸化ペプチドの構造解析法を確立することができた。

こうした要素技術のプロテオーム研究への展開として、

血液成分による酸化傷害が動脈硬化症などの血管障害に

関わっている血管内皮細胞のプロテオーム解析を行った。

血流中の酸化ストレスの重要な因子である酸化低比重リ

ポタンパク質の血管内皮細胞への応答をプロテオーム解

析により検討した。その結果、酸化ストレス応答性タン

パク質の発現変化、化学修飾が見出され、タンパク質レ

ベルで細胞が酸化ストレス状況下にあることが示された。

同時にこの状態では細胞増殖は抑制されていることが判

明し、oxLDL 負荷では増殖活性が上昇する平滑筋細胞

とは逆の挙動を示すと考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プロテオーム、ストレス 

 

［研 究 題 目］組み換え植物を用いた動物型糖脂質の生

産 

［研究代表者］田坂 恭嗣（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］田坂 恭嗣 

［研究内容］ 

 目標：スフィンゴ糖脂質は化粧品の原材料として利用

されている。しかし動物の脳から抽出する従来の生産方

法では BSE（狂牛病）等の感染症の問題があり、また

人工合成では高コストという欠点がある。本研究では植

物の遺伝子組換え技術を利用し、動物の糖転移酵素遺伝

子を植物に組み込み、新たな動物型糖脂質代謝系を付与

した組換え植物を作出することを目標にしている。 

 研究計画：動物の糖転移酵素β1、4ガラクトシルトラ

ンスフェラーゼ遺伝子を単離し、構造解析後に植物発現

ベクターを構築し植物に導入し発現させることによりラ

クトシルセラミドを合成する組換え植物を作出する。 

 年度進捗状況：ラクトシルセラミドを生産する植物を

作出するために、ヒト由来β1、4ガラクトシルトランス

フェラーゼ遺伝子の cDNA（hb14GT5）を単離した。

この遺伝子を植物で発現させるために植物発現ベクター

pBE/βGT5を構築し、アグロバクテリウムを使ってタ

バコを形質転換した。形質転換タバコの RNA を抽出し

RT-PCR 法を用いて調べたところ5個体において同遺伝

子から mRNA が転写されていることが確認された。更

に、この5個体のタバコから脂質を抽出しスフォンゴ糖

脂質を分析した結果、3個体においてラクトシルセラミ

ドが生産されていることが確認された。ラクトシルセラ

ミドの生産量は生葉1g あたり約200μg であった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組み換え植物、糖脂質、物質生産 

 

［研 究 題 目］ゲノムワイド DNA アレイによる癌診断

技術 

［研究代表者］角田 慎一（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］平野 隆、森田 桂子 

［研 究 内 容］ 

 社会の高齢化が急速に進行する現在、癌をはじめとす

る疾患の診断・治療技術の開発は急務である。癌ではゲ

ノム DNA のコピー数異常（増幅・欠失）が癌悪性形質

の発現に大きく関わっていることが明らかとなりつつあ

ることから、これら DNA 異常領域を全染色体にわたっ

て迅速・簡便に、かつ高精度に解析することができれば、

癌関連遺伝子の同定や癌進展のメカニズムの解明、さら
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にはゲノム異常の情報に基づいた客観的で的確な癌臨床

診断（正確な予後の予測、的確な治療方針の決定）が可

能になると考えられる。そこで本研究では癌のゲノム

DNA 異常領域を、簡便かつ高精度に解析する技術を確

立し、それによって新たな癌関連遺伝子の同定や臨床診

断に有用な染色体領域の発見に展開していくことを目的

とする。 

 本年度は、ゲノムワイド DNA アレイ解析技術の 適

化、データベースソフトウェアの開発、および肝細胞癌

臨床サンプルのアレイ CGH 解析を行った。DNA アレ

イに関しては、これまでに構築した1400クローンの

BAC からなるアレイを用いたアレイ CGH 解析技術の

適化を行うことで、さらに検出精度を向上させること

ができた。また、本アレイ CGH 解析技術では1サンプ

ルあたり1400クローンごとの数値データが、解析症例の

数だけ蓄積されていくことになる。さらに各症例には詳

細な病態情報を伴っており、これらの情報を統合して解

析するためにはデータベース化が必要不可欠である。そ

こで、アレイ CGH 解析のデータ処理を効率的に行うた

めの専用データベースソフトウェアを開発した。本デー

タベースにより、多量のデータを効率よく処理がするこ

とが可能となった。続いて、これら解析システムを用い

て、癌組織臨床サンプルの解析を行った。約20症例の肝

細胞癌のアレイ CGH 解析を行った結果、高頻度にコピ

ー数増加・欠失を生じている染色体領域や、従来の

CGH 法では見逃されていた微小領域の異常を検出する

ことができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌、診断技術、ゲノム 

 

［研 究 題 目］酵母による糖タンパク質医薬の生産系の

開発 

［研究代表者］千葉 靖典（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］地神 芳文、高岡 友紀、高柴 みな子 

［研 究 内 容］ 

 従来、エリスロポエチンや G-CSF などの医療用糖タ

ンパク質は動物細胞で生産されてきた。しかし、動物細

胞を利用した生産はコストが高く、生産性が悪い、また

感染症の問題も指摘されてきた。これらを克服するため

の代替宿主が望まれており、これまでに昆虫細胞、植物

細胞、酵母、カビ、大腸菌などが考えられてきた。しか

しこれらを用いて生産した糖タンパク質では糖鎖構造が

哺乳類のものと異なるため、抗原性を有することや、ヒ

ト生体内に導入した際にタンパク質が目的の臓器へ集積

する前に分解されてしまうことなどの問題点が指摘され

てきた。提案者が所属する研究グループでは、これまで、

出芽酵母の糖鎖のリモデリングに関する基礎的研究を進

めてきた。当該年度は、ファブリー病治療薬となりうる

組換えヒトα-ガラクトシダーゼについて動物細胞や病

態モデルマウスを利用した機能評価を行い、治療薬とし

ての有効性が確認された。また酵素に付加する糖鎖部分

のリン酸化糖も含めた単糖分析法について、短時間で感

度のよい方法を開発した。さらにマンノース-6-リン酸

レセプターの機能ドメインを組換え体として得ることが

出来た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マンノース-6-リン酸、酵母、リソソー

ム 

 

［研 究 題 目］体内時計分子リン酸化による分解機構の

解明 

［研究代表者］宮崎 歴（生物機能工学研究部門 生物

時計研究グループ） 

［研究担当者］生川 潤子、飯高 千智、小園 裕子、

石田直理雄 

［研 究 内 容］ 

 趣旨：あらゆる生物に備わる体内時計は、一日約24時

間の時刻を体で推し量る生まれながらの不思議な能力で

あり、睡眠覚醒、血圧、体温を含む体全体のホメオスタ

シスのリズムをコントロールしている。体内時計の24時

間という時間は、近年明らかにされてきた体内時計遺伝

子の働きによることがわかってきた。体内時計をコント

ロールする分子 PERIOD は1日のリズムに合わせて劇

的に増減を示すものであり、そのタンパク質の合成から

分解までの時間が24時間であることが繰り返されて生体

リズムがきざまれていると考えられている。今までのほ

乳類体内時計の研究は主に遺伝子発現の変化に着目した

ものであり、実際の反応分子であるタンパク質レベルの

合成と分解の研究は全く進んでいなかった。そこで当研

究課題では、体内時計分子の合成後のリン酸化とそれに

よる分解メカニズムの解明を目的とした。タンパク質の

分解は、リン酸化やユビキチン化がシグナルとなり生ず

る。そこで PERIOD タンパク質のリン酸化およびユビ

キチン化機構を調べ、それを足がかりとし分解機構の解

明を目指す。 

 平成15年度研究成果概要：体内時計分子が一日周期で

合成分解を繰り返す。その分解の制御機構を調べること

を本研究の課題としている。本年度は、リン酸化された

体内時計分子 PERIOD の分解が細胞質で生ずること、

しかしその分解を制御するのは細胞質内局在ではなくリ

ン酸化レベルであることを明らかにした。また日周変動

する脱ユビキチン酵素上流域に日周発現制御する E-

box エレメントが存在する事を見つけた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サーカディアンリズム、生体リズム、体

内時計、ピリオドタンパク質、リン酸化

酵素、タンパク質分解、プロテアソーム 

 

［研 究 題 目］ヒト－微生物共生系の遺伝子解析及び利

用 
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［研究代表者］古賀 隆一（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］古賀 隆一 

［研 究 内 容］ 

 共生微生物と人の相互作用は人の一生を通じて続くた

め、その健康や老化に与える影響は甚大である。従って

この関係を解析し、改善する方策を見つけることは人の

健康増進・老化抑制に非常に有効であると考えられる。

本研究では、DNA マイクロアレイなど新規技術を用い

て高度生命現象である微生物と人との共生系を遺伝子レ

ベルで解析し、成果を人と微生物の関係を改善すること

によって健康増進や老化抑制を図る食品成分やプロバイ

オティクスの開発に役立てることを目的としている。 

 研究計画：人培養細胞－微生物共培養系をモデルとし

て、DNA マイクロアレイ、生物情報処理技術、組織化

学的手法を駆使し、微生物との相互作用に関与する人遺

伝子群を同定するとともに炎症反応などの生命現象と微

生物との関係も見出す。興味深い遺伝子が見つかれば、

これら遺伝子発現変化を指標とした食品成分やプロバイ

オティクスの新規スクリーニング法の開発を目指す。 

 進捗状況：ヒト培養細胞が細菌との共培養によって発

現を亢進すると思われる候補遺伝子を DNA マイクロア

レイ解析に選出した。これら候補遺伝子と関連する遺伝

子の発現変化を定量的 RT-PCR により詳細に解析を行

った結果、一部の炎症反応やガン関連遺伝子が処理した

微生物によって異なる発現変化を示すことが示唆された。

このような遺伝子発現変化の違いが、寄生や相利共生と

言った人と微生物との関係を決定しているのかもしれな

い。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］腸内細菌、健康と老化、プロバイオティ

クス、機能性食品 

 

［研 究 題 目］モジュール型ロボットの分散的移動制御

手法 

［研究代表者］神村 明哉（知能システム研究部門） 

［研究担当者］黒河 治久、吉田 英一、富田 康治、 

小鍜治 繁、村田 智（東工大） 

［研 究 内 容］ 

 複数のロボットモジュールから構成されるこれまでに

ない形態や機能の変更能力を持つロボット、モジュール

型ロボット（M-TRAN II）に関して、平成12年度より

研究を行っている。モジュール型ロボットを構成するロ

ボットモジュールは、関節を駆動するためのモータ、制

御用マイクロプロセッサ、結合離脱機構、通信機能、バ

ッテリなどを内蔵している。それらが多数結合すること

で、全体として4足構造で歩いたり、転がったり、這う

ように移動したりと環境に応じた動作をさせることがで

きる。さらに、それら移動構造間の変形を自立的に行う

ことも可能で、災害現場、惑星探査、深海作業など未知

な環境での応用が期待されている。本研究テーマでは、

様々な移動構造（形・スケールが様々に変化）における

移動動作を自動的に生成する手法の提案を行い、実機に

おける検証を目的としている。これまでに、生物におけ

る運動生成と進化のメカニズムを応用した、神経振動子

モデルと遺伝的アルゴリズムをモジュール型ロボットに

応用し、移動パターン自動生成ソフトウェアを開発した。

本ソフトウェアで生成した移動パターンはそのまま実機

において実行可能で、これまで大変困難であった多自由

度を有する構造による移動動作生成を完全自動化するこ

とに成功した。さらに、本ソフトウェアで使用している

神経振動子モデルをハードウェアにも搭載することで、

坂道の上り降り、摩擦滑り路面での移動など環境の変化

にも追従できることを確認した。今後の目標として、モ

ジュール毎に分散した多数の外界センサ情報を統合する

ことで、環境に応じた形態や移動動作を自律的に選択す

るシステムの実現を目指している。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］モジュール型ロボット、合体変形、移動 

 

［研 究 題 目］高速ネットワークのためのスピン光機能

素子に関する研究 

［研究代表者］Vadym Zayets（エレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］安藤 功兒、鈴木 義茂 

［研 究 内 容］ 

 スピン機能を利用する革新的な光素子を実現し、光ネ

ットワークの高度化に資する。具体的には光アイソレー

タなどの磁気光学素子とレーザなどの半導体光素子の一

体的集積化技術を実現する。磁性を有する半導体系材料

や強磁性金属の大きな磁気光学効果と半導体光増幅器に

よる光損失補償を組み合わせることにより、非常に簡単

な作製プロセスで高い性能の光アイソレータや光双安定

性素子と強磁性体のメモリ機能を組み合わせた不揮発性

メモリ機能付きの光論理素子が実現される可能性がある。

本研究においてはその動作特性の理論的解明および実験

による原理実証に挑戦する。非ドープ Ga1-xAlxAs リブ

導波路を作製し、1cm 程度の光伝播が可能な低光損失

が得られることを確認した。この知見に基づいて、強磁

性金属／半導体ハイブリッド構造の作製を行った。具体

的には圧縮歪のある Ga1-xAlxAs/Ga1-xAlxAs 量子井戸お

よび張力歪のある Ga1-xAlxAs/GaAs1-xPxAs 量子井戸を

利得層とする半導体光増幅器を作製し、フォトリソグラ

フィーとウェットエッチングを用いて5μm 幅で高さ

800nm のリブ導波路を作った。更に、200nm 厚みの

SiO2層を絶縁層として用いて3mm の幅の強磁性金属

(Co/Au)および非磁性金属（Ti/Pt/Au）からなる p 型

の Ohmic 接触を実現した。このハイブリッド構造が良

好な p-n 接合特性を示すことを I-V 測定によって確認し

た。 

［分 野 名］情報通信分野 
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［キーワード］スピン光機能素子、強磁性金属／半導体

ハイブリッド 

 

［研 究 題 目］含窒素有機化学物質の分解触媒の開発 

［研究代表者］難波 哲哉（環境管理研究部門） 

［研究担当者］小渕 存（職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 含窒素有機化学物質の触媒による分解反応機構を明確

化するとともに、含窒素有機化学物質分解の実用触媒の

試作を目的とした。モデル含窒素有機化学物質であるア

クリロニトリルの Cu-ZSM-5上での分解は、ビニル基

の酸化による HCN 生成、HCN 酸化による HNCO 生

成、HNCO 加水分解による NH3生成、NH3の選択的酸

化による N2生成、の一連の反応経路を経ることが分か

った。実用触媒の試作については、アクリロニトリルを

直接加水分解できる Ag 成分の付与を検討し、400℃以

上で約98%のアクリロニトリルを無害化できる Ag/ 
ZrO2/Cu-ZSM-5触媒を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］含窒素有機化学物質、アクリロニトリル、

触媒、分解 

 

［研 究 題 目］被害量算定による総合的影響評価手法の

開発 

［研究代表者］伊坪 徳宏（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター LCA 手法研究チーム） 

［研 究 内 容］ 

 エンドポイントレベルでの被害量について評価する手

法を新規に開発することで、信頼性の高いライフサイク

ル影響評価手法を開発することを目的とする。 

 11種の影響領域を網羅し、かつ自然科学の 新の知見

に基づいた体系的な手法構築を目指す。 

 研究計画：環境影響評価手法全般において、環境負荷

の発生から実際の被害量の算定までの評価が十分に行わ

れていないことから、本研究ではそれぞれの環境問題ご

とに潜在的被害量の評価を重点的に行う。当該研究を初

年度（H13年度）から第四年次（H16年度）まで実施し、

その結果を受けて 終年度（H17年度）においてこれら

の経済的影響について算定するための手法開発を行う。 

 年度進捗状況：入力に関わる影響領域（非生物系資源

消費、生物系資源消費、土地利用）を対象として、被害

量評価手法を構築するための検討を進めた。その中でも

重要である一方、これまでに殆ど LCIA において検討

されることがなかった土地利用による生物多様性と一次

生産への被害評価の影響評価手法開発に重点を置いた。

生物多様性への影響評価では、保全生態学、数理生態学

における知見を活用し、生物種の絶滅リスクの評価を行

った。本評価において利用するパラメータについては、

レッドデータブックにおける絶滅危惧種に関する情報と

これまで実施された環境アセスメント事例から算定する。

一次生産への被害評価では、これまでの衛星観測データ

に基づく方法、気候情報に基づく方法を駆使して、潜在

的一次生産量を推計するほか、緑地学、農学における研

究事例より土地利用時における一次生産量の推計を行っ

た。これらを GIS に適用して土地利用時と土地利用後

の一次生産量の差を地域レベルで算定し、土地利用区分

別の代表値を算定した。 

 当該手法を活用して、廃棄物、資源消費による生物多

様性、一次生産への被害量を土地改変に伴う影響と置き

換えて算定する手法を開発した。これにより、生態毒性

とあわせて様々な環境問題を通じた生物多様性と一次生

産への被害評価を実施することができ、かつ、その中で

どの環境問題が特に重要であるのかについても検討する

ことができる。また、リサイクルなどによる廃棄物量削

減効果についても合理的に環境科学の知見から評価する

ことが期待できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境影響評価、被害量評価、環境経済評

価 

 

［研 究 題 目］海洋炭素固定技術に伴う温暖化物質動態

解明 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］鶴島 修夫、原田 晃 

［研 究 内 容］ 

 相模湾において、深層水の汲み上げ実験に伴う周辺海

域の観測調査を行った。本研究課題では、深層水汲み上

げによって二酸化炭素の固定効率がどのように変化する

のかを調査する一方、生物生産の活性化に伴う二酸化炭

素以外の温室効果気体の発生量変化を把握する目的で、

溶存気体の測定調査を実施した。汲み上げ装置「拓海」

周辺の水質調査を2003年8月に行った。漁船をチャータ

ーし、汲み上げ深層水の影響の少ない流れの上流側で１

点、影響が期待できる流れの下流側で4点の測点を設け、

採水調査を行った。水温塩分の分布から、この海域では

夏季、表層10m 程度までが混合層として均一であった。

一方水深200m の水温・塩分は2001年から2003年にかけ

ての調査でほぼ均一であるので、汲み上げ装置はいつも

ほぼ同じ水塊を汲み上げていると考えて良いことが分か

った。この水塊は太平洋の深層水そのものというよりは

中層水に近い特徴を示したが、いずれにしろ栄養塩濃度

は高く、硝酸濃度で21μmol/L を示した。同時に200m
深では二酸化炭素・メタン・亜酸化窒素の濃度が表層よ

りも高いことが確認され、汲み上げによる温暖化気体放

出量の増加可能性が示唆された。16年度にはより詳細な

水塊分布および各化学成分の季節変動を調査する予定で

ある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、海洋 
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［研 究 題 目］環境複合微生物の迅速検出による環境質

評価 

［研究代表者］関口 勇地（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地、大橋 明子、吉田 広輝 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、迅速・簡便に複合微生物群集中の特定微

生物群を検出・定量する技術を開発し、その技術によっ

て微生物を指標とした廃水処理プロセス等のバイオプロ

セスの診断、各種環境の環境室診断を達成することを目

的としている。平成15年度は、昨年度に引き続き、嫌気

性廃水処理プロセスをモデル微生物生態系とし、その生

態系においてプロセス診断上重要な指標となる微生物の

特定を行うと同時に、新しい開発した微生物検出、定量

手法を実際の処理プロセスに適用するためのプローブセ

ットの評価、及び本手法の高感度化を年間目標とした。

その結果、嫌気性廃水処理プロセスの運転上重要ないく

つかの微生物（フタル酸分解嫌気性共生細菌など）を同

定し、そのいくつかについて機能解明を行った。また、

昨年度開発した特定微生物群の検出・定量手法を実際の

処理プロセスに適用させるための DNA プローブを作成

し、その有効性を評価した。また、本手法の実用性を実

際の嫌気性処理プロセスに適用し、各種の微生物群の連

続的モニタリングを試みた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］環境微生物、プロセス診断、微生物検出

技術 

 

［研 究 題 目］超臨界二酸化炭素の地下水・地下物質に

対する動的溶解特性に着目した CO2地中

隔離技術開発 

［研究代表者］染矢 聡（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡 

［研 究 内 容］ 

 CO2隔離技術は地球温暖化防止のための急務策として

必要性が認められているものの、その研究開発は世界的

にもほとんど進んでいない。しかし世界的な必須事項で

ある CO2隔離を、環境影響を 低限に抑えつつ低コス

トで実現することには大きな意義がある。 

 本研究はそのための技術開発における要素研究として、

液体 CO2の水に対する動的な溶解特性を明らかにし、

CO2地中隔離にともなう諸現象を把握することを目的と

する。CO2地中隔離における安全性に加え、隔離サイト

の選定においては、CO2の地下水に対する溶解挙動の把

握が必要不可欠である。具体的には CO2溶解に大きく

影響する界面状態を考慮しつつ、光学的計測手法を用い

て界面近傍の pH 分布や流れをマクロ及びミクロスケー

ルで解明する。平成13年度10月から開始された本研究で

は平成15年度までに高圧容器など、pH 計測のための試

料の特性調査と選定を終え、高圧条件下における pH 変

化の高精度測定手法を確立した。また、帯水層の一部で

は液体 CO2が包摂化合物を形成するため、この場合に

おける飽和溶解度を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］液体二酸化炭素、溶解、流れの可視化 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素を原料とする高分子合成反応 

［研究代表者］崔 準哲（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］崔 準哲、白石 貢一、綿引 勉、 

坂倉 俊康 

［研 究 内 容］ 

 研究内容：本研究では、二酸化炭素の有用化合物への

変換として、超臨界技術や分子触媒を活用して高度な反

応制御を行うことにより、二酸化炭素を原料とする高分

子合成法の開発を目的として研究を行った。 

 平成15年度は平成14年度の研究の続きとして、アレン、

二酸化炭素、及びパラジウム錯体の触媒的反応での6員

環ラクトンの生成機構について明らかにした。特にパラ

ジウム錯体とアレンの2分子から生成するパラダシクロ

ペンタン錯体が、本反応機構で重要な鍵錯体であること

が明らかになった。また、種々の金属錯体を触媒として

用い、二酸化炭素とオレフィンとの重合についても検討

した。いくつかの重合条件を検討した中で、例えば、ア

レン類と二酸化炭素との反応をパラジウム触媒存在下で

行うと、生成する重合体に二酸化炭素の挿入が起こるこ

とが確認された。また、GPC（ゲル浸透クロマトグラ

フィー）により、高分子の分子量の測定を行ったところ、

数平均分子量が3200程度であることがわかった。 

［分 野 名］環境；循環型社会システム 

［キーワード］環境対応技術、省エネルギー、エネルギ

ー効率化技術、二酸化炭素排出削減 

 

［研 究 題 目］単一分子機械・素子の動作確認と集積化 

［研究代表者］石田 敬雄（機械システム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄 

［研 究 内 容］ 

 現在ナノテクノロジー研究の中で分子スケールエレク

トロニクスの分野が盛り上がっている。しかし分子スケ

ール、いわゆるナノメートルスケールでの領域での分子

素子は電気伝導のみならず、分子のナノスケールでの動

き、すなわち分子機械動作をも含めた制御を行い、素子

構築を提案する必要がある。本研究ではこの基礎研究と

して自己組織化膜中に埋め込まれた稼動分子の動きを走

査型プローブ顕微鏡で観察することを試みた。さらにこ

れらの分子のナノスケール集合体の集積法についても検

討し、新規な分子スケール素子の構築を目指した。本年

度は新規にビピリジン誘導体分子を用いて分子機械動作

の動作機構の解明を行った。分子素子の実用性を高める

ためには、更にこれらの機能性分子を集積化して機能を

発現させる必要がある。昨年度までは磁場や光照射によ

るナノ構造形成を目指してきたが素子形成ができる構造
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はできなかった。本年度は方向を変え実際の素子化、集

積化を行うための基礎研究として簡易に形成できるナノ

電極に機能性分子を挟み電界効果素子作製を検討した。

すなわち自己組織化多層膜などをナノ電極に挟み電界効

果を測定し、素子動作の確認を行い、室温でのクーロン

振動などの興味深い物理現象を見出した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己組織化膜、分子素子、分子機械、 

ナノデバイス  

 

［研 究 題 目］単一分子機械・素子の動作確認と集積化 

［中 項 目 名］超高真空 STM などによる分子機械の動

作機構の解明 

［研究代表者］石田 敬雄 

［研究担当者］石田 敬雄 

［研 究 内 容］ 

 まず分子の集合体の特性などを利用した素子を作る前

に単一分子の機能を理解することや単一分子機械素子構

築を目指して、分子機械の動きの観察を超高真空および

大気中 STM を用いて行った。昨年までの研究で分子機

械として動く大きな誘電異方性を持つターフェニル誘導

体分子をアルカンチオール SAM の中に埋め込み、

STM により STM 探針の極性を変えることで生じる単

一分子の動きを可視化する事に成功した。しかしこの機

構については依然不明点が多く構造変化が主体なのか、

導電性変化なのか不明であった。機構解明のため2種類

のビピリジン誘導体を用いて同様の実験を行い極性変化

の機構解明に取り組んだ。C6SAM に埋め込んだジチオ

ール型ビピリジン分子の場合には正電圧でビピリジン部

分が高くなり、負電圧では低くなった。しかし分子自体

は密にパッキングした状態でも画像変化が起こり、電子

状態の変化の可能性が示唆された。STS から正電圧で

電流が大きく流れる、いわゆる整流性が観察されたため、

正電圧と負電圧で探針の高さの位置が変わり見かけの高

さの変化が生じることがわかった。これに対しチオール

型ビピリジン分子の場合には下地の C12SAM のパッキ

ング密度に画像変化の確率が依存すること、分子自身が

4.1Debye と大きなダイポールモーメントを持つことか

ら、分子自身の傾きもしくは回転変化が見かけの高さの

変化の原因になっているものと結論した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己組織化膜、分子素子、分子機械 

 

［研 究 題 目］単一分子機械・素子の動作確認と集積化 

［中 項 目 名］新型電極の作製とその上への分子の集積 

［研究代表者］石田 敬雄 

［研究担当者］石田 敬雄 

［研 究 内 容］ 

 分子素子の実用性を高めるためには、更にこれらの機

能性分子を集積化して機能を発現させる必要がある。昨

年度までは磁場や光照射によるナノ構造形成を目指して

きたが素子形成ができる構造はできなかった。本年度は

簡易に形成できるナノ電極に分子を挟むことに着目し、

電界効果素子の作製を検討した。しかしナノ電極間距離

が数 nm 以下と短い場合には単一分子で電極間を架橋で

きるものの、大きな電界効果は望めない。この困難を克

服する策として自己組織化多層膜もしくは金属微粒子に

自己組織化単分子膜を形成してナノ電極に挟む方法が考

えられる。本研究では400nm のシリコン酸化膜を持つ

n-Si 基板上に斜め蒸着で作製した20nm のナノ電極に

多層膜もしくは微粒子を挟み電界効果を測定した。 

 切断した酸化膜付シリコン基板に斜め蒸着法を用いて

20nm のナノギャップ電極を作製した。そこに自己組織

化多層膜をはさんだ。分子としてビフェニルメタンチオ

ール誘導体を多層膜とした場合には再現性よく104程度

の gain での電界効果が観測されたものの、ゲート電圧

に対する電界効果の依存性はばらついた。しかしこれに

対してメルカプトヘキサメチレンカルボン酸ではゲート

電圧に対する電流とコンダクタンスの振動現象が室温で

観察されたこれらの結果はまだ探索的であるが、今後分

子種の選択、ナノギャップ寸法の 適化で性能向上が期

待できる。特に分子機械として動作する分子種の場合に

どのような結果が得られるかに着目したい。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］分子素子、ナノデバイス 

 

［研 究 題 目］ナノ構造体での超高速電子移動の解明と

制御 

［研究代表者］古部 昭広（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］古部 昭広 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 本研究では、分子・固体の界面における電子移動過程

という、非常に短い時間の現象について、時間幅フェム

ト秒のレーザーを用いる分光手法を開発しながら実験的

研究を行い、電子状態・反応速度の観点からそのメカニ

ズムを解明し、デバイス応用に繋げるための基礎を築く

ことを目的とする。有機分子と無機固体の界面電子移動

は、 近研究開発が盛んに進んでいる色素増感太陽電池

の光電変換過程における重要な初期過程である。 

年度進捗状況 

 これまで、フェムト秒レーザー分光を可視から赤外光

域までの広い観測波長領域で行うことより、色素分子吸

着半導体ナノ微粒子における光誘起超高速電子移動反応

の機構を解明してきた。本年度より、新たに走査型近接

場光学顕微鏡を導入し、フェムト秒レーザーを組み合わ

せた時間分解顕微分光システムの開発に着手した。探針

のない条件、すなわち通常の光学顕微鏡下で、フェムト

秒レーザー光の自己相関関数を測定し、群速度分散によ

るパルス広がりを補償することによって、約70fs の高
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い時間応答を得た。今後、特に光検出システムを改良し

探針を通したレーザー光に対して同様の測定が出来るよ

うにし、空間分解能100nm 以下、時間分解能70fs の顕

微分光システムの完成を目指す。 

 一方、これまでの通常のフェムト秒分光によって、色

素増感半導体微粒子膜を試料として、光誘起電子注入の

反応機構の解明が着実に進んだ。具体的には、反応中間

体である電荷移動コンプレックスの電子状態・エネルギ

ー状態に関して詳細な知見を得ることができた。また、

添加金属イオンの電子移動反応に及ぼす効果をある程度

明らかに出来た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノ構造体、電子移動、超高速分光 

［研 究 題 目］水素貯蔵用高次修飾ナノカーボン触媒の

開発 

［研究代表者］高木 英行（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］羽鳥 浩章、八田千賀子、松尾 聡 

［研 究 内 容］ 

 水素を利用したエネルギーシステムを構築していく上

で、その貯蔵・供給技術の確立は 重要課題である。こ

れまでに高圧で圧縮する、低温で液化する、水素吸蔵合

金を使用する等の方法が提案されているが、いずれも問

題点が多い。これに対し、カーボン系吸着材は、高い貯

蔵能力、軽量、豊富な資源量から水素貯蔵材料として注

目されている。しかしながら、カーボン表面と水素分子

との相互作用は基本的に分子間力のみであり、これまで

に十分な貯蔵量は達成されていない。また、精度の高い

水素貯蔵量評価技術の確立、貯蔵メカニズム及び水素と

カーボン表面との相互作用に関する知見の集積など解決

すべき課題は多い。一方、シクロヘキサンやデカリン等

のハイドライドを利用した水素貯蔵技術は、高い水素貯

蔵量、CO2排出量が理論的にはゼロであること、ハンド

リングが容易であるなどの理由から、発展が期待されて

いる。しかしながら、この水素貯蔵系構築のためには、

ハイドライドからより温和な条件下で効率良く水素を取

り出すことができる触媒が必要であり、その開発が求め

られている。本研究では、ナノ構造をもつカーボン材料

表面に水素活性サイトを付与した高次修飾ナノカーボン

を開発し、水素貯蔵材料として、またケミカルハイドラ

イド転換触媒として利用するための基礎的知見を得るこ

とを目的としている。 

 平成15年度までに、ナノカーボンの水素貯蔵量評価法

及び表面構造解析法を確立した。種々のナノカーボンの

水素貯蔵特性を評価し、ナノカーボンの構造と水素貯蔵

量との相関を明らかにした他、表面に水素と高い相互作

用をもつ金属種を高分散担持したナノカーボンを調製し、

その水素吸着特性から、カーボン表面に弱く化学吸着し

た水素の存在を見出している。さらに、ナノカーボン触

媒の有機ハイドライド転換活性を評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵、ナノカーボン、触媒 

 

［研 究 題 目］塗布光分解法によるエピタキシャル透明

導電膜の低温成長とその機構解明 

［研究代表者］土屋 哲男（物質プロセス研究部門 無

機固体化学グループ） 

［研究担当者］土屋 哲男、千葉工大 M2武田 実 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、塗布光分解法によるエピタキシャル成長

を制御するため、格子整合性の異なった単結晶基板およ

びアモルファス基板上に透明導電酸化物膜の作製を試み、

その制御因子や結晶成長機構を明らかにすることを目的

とした。 

(1) 本年は、シリコン基板上の金属有機化合物（スズア

セチルアセトナート）を熱処理（300℃）し生成した

アモルファス SnO2膜に波長や照射繰り返し数、ショ

ット数を変えて室温でレーザ照射し結晶化反応を調べ

た結果、900℃の熱処理で得られた膜より高結晶性の

多結晶 SnO2膜が生成することがわかった。また、基

板が結晶成長に与える効果を調べるため、シリコン基

板、サファイア基板および STO 基板上に薄膜作製を

行い、結晶性は、STO 基板＞サファイア基板＞シリ

コン基板の順に良くなり基板依存性があることを明ら

かにした。特に STO 基板では他の基板では（101）

配向していたのに対し、顕著な SnO2（110）面回折

ピークの配向が起こる事がわかった。また、（100）

TiO2基板上に室温で作製した SnO2膜の極点図形測定

を詳細に調べた結果、エピタキシャル成長しているこ

とを明らかにした。以上の結果からエキシマレーザ照

射による SnO2膜成長機構について考察した。 

(2) ITO 膜を酸素雰囲気中で熱処理することにより低

導電性膜を作製し、この膜にエキシマレーザ照射を行

い、ITO 膜の導電率の変化を調べた。その結果、膜

厚が薄い場合（50nm）は、レーザ照射により完全に

導電率が基準値まで回復するのに対し、厚膜（150、

200nm）の場合では回復せず膜厚依存することがわか

った。また、ホール濃度測定によりキャリヤ濃度およ

び移動度を求めたところ導電率の変化は、キャリヤ濃

度に依存することがわかった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］塗布光分解法、エピタキシャル成長、 

ITO、SnO2 

 

［研 究 題 目］糖鎖分子ナノアーキテクチャーの研究 

［研究代表者］湯口 宜明（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］呉敏、梅村舞子、遠藤貴士、廣津孝弘 

［研 究 内 容］ 

 セルロース、キチンなどの多糖類集合体に機能性分子

等を挿入し、集合構造が制御された糖鎖からなるナノ包

接構造体を創製することを目標とする。このため、多糖
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類集合体への低分子の挿入法及び低分子－多糖類分子集

合体の構造解析を研究する。平成15年度では、超臨界二

酸化炭素条件下、直鎖状セルロース鎖及び環状のグルコ

ースオリゴマーへのアゾベンゼンの挿入を研究した。 

 直鎖状セルロース鎖へのアゾベンゼンの挿入は現段階

では観測されなかったが、環状オリゴマーであるβ－シ

クロデキストリンとアゾベンゼン間で錯体が形成される

ことを、熱分析及び赤外スペクトルから明らかにした。

直鎖状セロオリゴマー間の相互作用を分子動力学シミュ

レーションで考察した結果、6糖以上になると分子鎖間

の相互作用が著しく増大することが検証された。このこ

とは、糖鎖間の相互作用と糖鎖と挿入低分子間の相互作

用のバランスを考慮する必要があることを強く示唆して

いる。また、β－シクロデキストリンが比較的容易にア

ゾベンゼンと錯体を形成することから、各単糖の分子環

が疎水的であることを示唆している。従って、セルロー

ス等の多糖への低分子の挿入においては、水素結合だけ

ではなく分子面間の疎水的相互作用を弱くすることが低

分子とのナノコンポジットの創製に重要であることが分

かった。このような考えから、セルロース骨格を有する

キシログルカンの低分子添加によるハイドロゲル化につ

いての研究を進めた。特に色素であるコンゴレッド添加

により生成したゲル構造を小角 X 線散乱法によって調

べた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］糖鎖、多糖類、超臨界流体、 

小角 X 線散乱 

 

［研 究 題 目］表面科学を活用する新規触媒設計手法の

構築 

［研究代表者］中村 功（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］中村 功 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、表面反応を詳細に調べることができる表

面科学的手法を触媒開発研究に取り入れて、窒素酸化物

（NO）の分解特性に関する基本原理をナノレベルで解

明し、高効率に NO を直接分解できる反応場の表面構

造を明らかにすることを目標として研究を行っている。

さらに、ナノレベルでの表面反応解析から明らかにされ

た知見を基に、精密かつ効率的な触媒設計へとつなげる

一連の研究を展開することで、表面科学的手法を用いた

新たな触媒設計手法の構築を目指している。昨年度まで

に、NO 直接分解反応における活性点および酸素脱離促

進表面の設計に関する検討を行ってきた。その結果、ジ

ルコニウムを添加した Pd 表面が有効であることを見出

してきた。本年度は、さらに効果的な耐酸素触媒表面の

設計に関する知見を得ることを目的として研究を行った。 

 その結果、清浄な Pd（111）表面では、NO の解離反

応は全く進行しなかった。これに対して、カリウムを添

加した Pd（111）表面では、NO 解離反応が新たに進行

することが示された。これは、カリウムが存在すること

により、表面上に吸着した NO の2π*反結合軌道に電子

が入り込みやすくなったためであることがわかった。し

たがって、カリウム添加 Pd 表面が NO 分解反応に対し

て有効であることが明らかとなった。さらに、NO 分解

反応中のカリウム添加 Pd（111）表面を調べた結果、モ

ノデンテイトニトリト型の NO2-種が観察され、これが

N2となることがわかった。カリウム添加 Pd 表面では

NO2-中間体を経由する新たな NO 分解反応機構で進行

することが示された。ここで NO2-種は、吸着 NO と表

面酸素から生成したものであり、表面に吸着した酸素が

NO 分解反応に使われることから、カリウムを添加した

Pd 表面は耐酸素性を有する表面となる可能性が示され

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］触媒、表面科学、窒素酸化物の分解 

 

［研 究 題 目］遷移金属含有メソ空間の構築と有害物質

除去 

［研究代表者］木村 辰雄（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］木村 辰雄、鈴木麻起子、大橋 文彦、 

前田 雅喜、田尻 耕治、野浪 亨 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、生活空間に存在する有害化学物質を除去

し、安心、安全、健全な生活環境を生活する人全てに平

等に提供するような材料開発を目指し、自律型調湿機能

及び有害化学物質認識機能を同時に有する遷移金属含有

メソ空間の構築を目的としている。 

 層状ケイ酸塩由来の構造ユニットをケイ酸骨格中に保

持した新規なメソポーラスシリカに着目して研究を行っ

ており、層状ケイ酸塩のケイ酸骨格中へ遷移金属種の導

入技術の開発、遷移金属含有層状ケイ酸塩と界面活性剤

との反応制御、遷移金属種を含むメソポーラスシリカを

利用した有害化学物質の吸着、分解挙動の調査を行う。 

 平成14年度までに、層状ケイ酸塩から誘導されるメソ

ポーラスシリカの生成機構を全て解明することに成功し

ており、少量の遷移金属種を導入した層状ケイ酸塩を合

成することが可能であること、メソ空間内への遷移金属

酸化物の直接固定化が可能であることなどを示した。平

成15年度は、ケイ酸骨格中に遷移金属種を含む層状ケイ

酸塩の合成手法を開発し、明確な壁構造を有する新規な

遷移金属含有メソポーラスシリカの合成技術の開発を行

った。遷移金属アルコキシド及びシリコンアルコキシド

を予め混合することで、均質な前駆溶液調製法を見出し、

チタンなどの遷移金属種を骨格構造中に含有する層状ケ

イ酸塩の合成を可能とした。遷移金属含有層状ケイ酸塩

と界面活性剤との反応により、シリカ骨格中に周期構造

を保持した無機有機複合体が得られ、ケイ酸骨格中に遷

移金属種を含む新規な遷移金属含有メソポーラスシリカ

の合成を実現した。 
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［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］メソポーラスシリカ、遷移金属酸化物、

有害物質除去 

 

［研 究 題 目］10K 低温場レーザープロセッシングによ

る窒化炭素作製に関する研究 

［研究代表者］佐藤 正健（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］佐藤 正健 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 これまでに極低温場レーザー反応制御技術と高精度量

子化学計算を用いて、未確認分子であったベンズジイン

等の高反応性活性種を生成・同定できることを JACS
などに報告してきた。この長年蓄積してきた独自の極低

温場レーザー反応制御技術を駆使することによって反応

活性種を高濃度に生成させることで、他の手法では合成

不可能な機能性材料の創製新手法への展開が可能になる。

低温場で生成させた反応性窒化炭素化合物の低温重合に

基づき、高硬度材料、発光材料、光電材料などの電子機

能材料として全世界的に注目されつつも未だ合成法の確

立していない薄膜状炭素系窒化物の合成を試みる。 

 H15年度は、シアヌール酸トリアジドの紫外レーザー

光分解により生成する C3N4活性窒化炭素分子の低温重

合条件を改善することで、平滑性に優れた薄膜を合成し、

その光学特性を評価した。 

年度進捗状況 

 低温反応場でのレーザー反応制御によって選択的に生

成した反応性 C3N4活性窒化炭素化合物を多量に含むマ

トリックスのレーザーアブレーションを利用し、パルス

レーザー堆積（PLD）法により窒化炭素の薄膜を作製

した。得られた膜は X 線光電子分光による解析から窒

素／炭素比が1.0～1.3である高窒素含有率の窒化炭素膜

であった。この薄膜は平滑性に優れており、高窒素含有

率を維持しつつも平滑性に優れた薄膜を作製することが

可能になった。この薄膜は紫外光励起により白色発光を

示すことが明らかになった。これらの結果から、本法に

より得られた薄膜を発光材料として応用するための知見

が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］窒化炭素化合物、低温重合、レーザー反

応制御、X 線光電子分光、光学特性 

 

［研 究 題 目］小型分散型電源用 MHD エンジンの開発 

［研究代表者］前田 哲彦（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］前田 哲彦（職員）、柿崎 和志（技術

研修生、筑波大学）、石川 本雄（筑波

大学）、清水 和弥（JAXA）、奥野 喜

裕（東京工業大学） 

［研 究 内 容］ 

 MHD（Magneto-Hydro-Dynamics 電磁流体力学）

エンジンとは、内燃機関等によるピストンの駆動力を液

体金属等の運動に伝え磁場の印加された流路に導き、直

接電力に変換し電力を取り出す発電装置である。また、

ダクト内部の液体金属の封入量を変化させることで、ピ

ストンのストロークを変え排気量を調節でき、変動の激

しい電力需要にあわせて、出力を変化させることが大き

な特徴であり低出力から高出力まで高い効率で運転でき

る。 

 本研究では液体金属を駆動するためのシリンダー、及

び運動エネルギーを電気に変換する MHD 発電部分に

重点をおき、出力可変範囲が広く、小型高効率な分散型

電源用エンジンの開発を行うために必要な検討を行った。

液体金属 MHD 流れ場の電磁流体シミュレーションコ

ードを開発し、2次元においてその挙動を明らかにし、3

次元コードを開発するに至った。また、液体金属 MHD
発電流路、シリンダー装置を設計製作し、液体金属をピ

ストンで駆動するための調整を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］小型分散型電源、MHD 発電、液体金属 

 

［研 究 題 目］フェムト秒光パルスによる光化学反応の

量子制御 

［研究代表者］大村 英樹（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］大村 英樹 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 フェムト秒パルスによる光化学反応の量子制御に関す

る研究は、フェムト秒光パルスの特徴である極短時間性

とコヒーレンスの両方を利用し、これまで注目されてい

なかったコヒーレントな分子運動や電子の位相を、レー

ザーを用いて操作し光化学反応を制御しようとするもの

である。従来の熱による化学反応制御とは原理的に異な

った、レーザーによる精密な光化学反応制御の発展につ

ながると期待される。 

 フェムト秒パルスによる光化学反応の量子制御に関す

る研究の年次計画は 

(1) フェムト秒光パルスの位相制御装置の開発とその評

価 

(2) 光化学反応過程における量子干渉効果の観測 

(3) 量子干渉効果を用いた光化学反応制御技術の開発 

 である。 

年度進捗状況 

 位相制御されたフェムト光パルスによって引き起こさ

れる量子干渉効果を利用して、IBr を配向させて光分解

反応を制御することに成功した。実現した分子配向は、

分子軸の配向だけでなく分子の向き（平行、反平光）を

も区別したものである。従来の単色レーザー光では、光

電場が振動電場であるため、分子配向の平行、反平光を

区別することが不可能であったが、位相制御光ではこれ

が可能となる。光電場だけを用いた分子配向制御は、世
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界で初めての実験結果である。この手法により右向き左

向きの配向選択が可能であり、制御の自由度もより大き

い。さらにこの手法を2原子分子だけでなくヨウ化メチ

ル、ヨウ化アリルなど一般的な多原子分子にも適用可能

であることを確認しており、反応制御だけでなく光によ

る分子マニピュレーション技術としても意義深いと思わ

れる。 

 また、光の1周期以内（アト（10-18）秒）の時間領域

における量子反応制御の可能性検証を行った。異なる光

反応経路おいて、量子干渉効果の初期位相が異なること

を観測した。この現象は光によって駆動された、反応に

関与する電子のコヒーレントな運動が反映していること

が強く示唆される。反応に関与する電子の運動の直接観

測は、さらに精度の高い時間領域での反応制御技術につ

ながるものである。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］反応制御、フェムト秒レーザー、位相制

御 

 

［研 究 題 目］階層構造からなる生体硬組織代替材料の

研究 

［研究代表者］稲垣 雅彦（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］稲垣 雅彦、横川 善之、斎藤 隆雄、 

加藤 且也、永田夫久江、穂積 篤、 

寺岡 啓、井上 幸博、 

E. K. Girija、C. Elango 
［研 究 内 容］ 

 早期の初期固定のみならず、骨同化の経時変化に応じ

て骨と 適な界面を維持し、20年以上使用可能な生体材

料を開発することを目的とし、サブ～数百μm の波形

凹凸をもつ階層的組織を形成する新規な手法を開発する。

そのため、階層構造を形成する手法を開発し、メッシュ

等によるマスキングまたは傾斜方向に積層する新規な手

法による波形凹凸形状等立体的な組織形成を行い、基板

から細胞感受性を付与した生体界面までの階層構造形成

技術を確立する。すでに、基板との密着強度として世界

高水準（厚さ100μm 以上では世界トップ値）の生体

活性セラミックス層形成技術を確立しており、今年度は、

形成メッシュ等を基材表面近傍に配置するマスキングと

傾斜組織積層手法を組み合わせることにより、予め数十

μm～数百μm の波形凹凸のチタン層を基材に形成す

る手法を開発することに成功した。既に開始している

in vitro、in vivo 試験において、初期固着で市販品と比

べ1.5倍程度の引抜き強度があることを確認し、関連学

会関係者から高い評価を得ることができた。さらに長期

の試験、加速試験による階層構造の安定性の評価、イン

ターフェース設計を行い、初期の目的達成を目指す。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］階層構造、アパタイト複合材料、コーテ

ィング 

［研 究 題 目］マイクロ流体システムによるナノ分子操

作 

［研究代表者］山下 健一 

［研 究 内 容］ 

 太さ数百マイクロメートルという極細のマイクロ流路

を化学反応に利用するという研究は、流路壁面との接触

比表面積の大きさや熱伝達効率の高さという特徴を活か

し、ごく 近になって急速に注目を集めている。しかし

ながらこれら一連の研究は、従来あるものを高効率化す

るという従来技術の延長線上にとどまっている。 

 それに対し本研究では、層流という他の反応装置では

実現不可能な特殊な化学反応環境を 大限に活用し、分

子の立体構造、つまり「形」自体を制御し、従来不可能

に近かったような化学反応を可能にしたり、新たな機能

的化学反応性の付与などを可能にすることを目的とする。

また、この 大の目的に至るまでの理論的構築、そして

高精度分子認識を利用したセンシングデバイスや従来法

よりもはるかに高効率な精密化学反応装置への応用展開

なども、本課題の目標に含める。 

 そのために、光学顕微鏡による直接撮影、時間分解分

光測定、円二色性分光測定などの実験的手段により、各

種分子の状態を検討する。またそのような分子の状態変

化に伴う物理化学的性質の変化を検討することで、本技

術の普遍化を行う。さらには、得られた知見を基に、新

規化学反応や高精度な分子認識の可能性を探っていく。

つまり、新たな現象の発見とその理論的裏付け、そして

その応用展開という一連の流れによって、本課題研究を

進めていく。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］高次構造制御、マイクロ流路、マイクロ

リアクター、層流、反応制御、分子認識 

 

［研 究 題 目］構造形成要素に基づく蛋白質構築原理の

解明 

［研究代表者］新井 宗仁（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］新井 宗仁、巌倉 正寛、高橋 尚、 

皿良 剛 

［研究内容］ 

 蛋白質の立体構造構築原理の解明すなわち「第二の遺

伝暗号解読問題」は、現代の生命科学における 重要課

題の一つであり、ポストゲノムの現在に も優先して解

決されなければならない課題の一つである。本研究では、

｢構造形成要素｣という蛋白質構造の基本単位に着目し、

「文（＝アミノ配列）」「単語（＝構造形成要素）」「文法

（＝構造形成要素の連結法）」というアナロジーにより、

蛋白質の立体構造構築原理を新たな観点から解明するこ

とを目標とする。具体的には、単語の意味の同定（構造

形成要素の特性調査）、同義語の探索（アミノ酸配列の

縮退の調査）、および文法の探索（構造形成要素の連結

順序などに関する規則の調査）を行い、これらの知識を
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もとに蛋白質をデザインし、本研究の妥当性を検証する。 

 2003年度は、単語の意味の同定、および同義語の探索

を行うことを目的として次の研究を行った。(1)ジヒド

ロ葉酸還元酵素（DHFR）の構造形成要素単体の特性調

査、(2)構造形成要素単体でのアミノ酸置換、(3)蛋白質

中の構造形成要素へのアミノ酸置換。その結果、次のこ

とが明らかになった。(1)構造形成要素単体では天然様

構造を安定には形成できない、(2)構造形成要素単体で

の同義語と、全長蛋白質での同義語は一致しない、(3)

アミノ酸類似度を指標として構造形成要素の同義語を同

定できる可能性が示唆された。また DHFR のフォール

ディング機構についての知見が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、蛋白質科学、フォールディング、

自己組織化、安定性、速度論 

 

［研 究 題 目］発生・分化における糖鎖受容体の機能解

析 

［研究代表者］安形 高志（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］安形 高志、高久 静香、田渕 有佳子 

［研 究 内 容］ 

 本研究は哺乳動物の発生・細胞分化過程に関与する糖

鎖受容体（内在性レクチン）の同定とその高次機能の解

明を目標とする。具体的には発現クローニング法などを

用いて未知の哺乳動物糖鎖受容体をクローニングし、分

子細胞生物学の手法を用いてその高次生体機能の解析を

試みる。特に糖鎖末端を修飾するシアル酸を認識する受

容体に注目している。 

 本年度はマウス胚に発現している糖鎖受容体の発現ク

ローニングに向けて実験環境の整備を進めた。具体的に

は以下を実行した。 

１）発現クローニングに用いるレシピエント細胞の検討 

 まず発現クローニング法を実施する上で不可欠なレ

シピエント細胞株の検討を行った。レシピエント細胞

は目的とする形質を発現していないこと、また

cDNA の導入効率が高いことなどが必須である。各

種の哺乳動物由来の細胞株を比較検討した結果、ヒト

T 細胞由来のある細胞株が、クローニングの標的であ

る糖鎖受容体活性を持たない事を見出した。また、本

細胞は後述のレトロウイルスベクターを用いた遺伝子

導入の効率も良好であり、レシピエント細胞として適

切であると考えられる。 

２）レトロウイルスベクターを用いた遺伝子導入法の検

討 

 発現クローニングにおいては cDNA をレシピエン

ト細胞に高効率で導入する方法が必要である。そこで

レトロウイルスベクターを用いた遺伝子導入法を検討

することとし、緑色蛍光タンパク質ないし既知の糖鎖

受容体ないしその両方を発現するコンストラクト（ポ

ジティブコントロール）の作成を行った。これらのコ

ントロール・コンストラクトはレシピエント細胞の感

染条件の検討（培地添加物の必要性、濃度依存性な

ど）に使用している。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］レクチン、シアル酸、発生・分化 

 

［研 究 題 目］ベンチャー開発戦略研究センター 

［研究代表者］吉川 弘之（ベンチャー開発戦略研究セ

ンター） 

［研究担当者］渡辺 孝、上野陽一郎、渡辺 純一、 

小野 貫信、藤井 昭弘、小林 利克、 

高村 淳、増田 一之、大野 裕深、 

武田 純、御福 英史、根本 直人、 

森下大三郎、小黒 啓介、露木恵美子、 

新藤 晴臣 

［研 究 内 容］ 

 平成14年度からの5ヵ年の事業で、産総研をはじめと

する公的研究機関・大学の研究成果である技術シーズを

活用し、新たな産業や市場を切り開く急成長型のベンチ

ャー企業（ハイテク・スタートアップス（HS））を創出

するとともに、その実践を通じて課題を抽出し、HS の

創出システムの一般モデル化に関する研究を行うことを

目的としている。 終年度には、ベンチャー創出活動を

行うスタートアップ開発戦略タスクフォース（TF）を

年間15件立ち上げるとともに、産総研発ベンチャーを継

続的に年間15社創業し、産総研を HS 創出のプラットフ

ォームへと変革することを目指す。また、HS 創出シス

テムの一般モデルを提示し、成果を広く公開することで、

他の公的研究機関・大学からの HS 創出を昂進し、知の

時代に相応しい新事業の創出を通じた我が国の産業構造

の改革に貢献することを目指す。 

 HS 創出の実践については、特定の技術分野に詳しく、

十分なビジネス経験を有する外部人材をスタートアッ

プ・アドバイザー（SA）として招へいし、有望な技術

シーズを SA が発掘又は公募して TF 採択審査を行い、

採択された案件について、SA と研究者の技術開発チー

ム等からなる TF を組織し、HS 創業に向けた追加の研

究開発、市場調査・技術動向調査等に裏付けられたビジ

ネスプランの策定など創業に向けた活動を行う。TF の

採択審査にあたっては、成長性が高く5～10年程度で株

式公開を狙えるようなビジネスが設計可能であるか、技

術シーズが強い特許に守られているか、原則2年以内の

プロトタイプの試作が可能であるか等の観点を重視する。

HS 創出システムの一般モデル化の研究においては、先

行研究のレビューや制度に関する調査、TF を含む国内

外の HS の事例調査を通じて、HS を成功に導く要因や

制約条件に関する仮説を立案し、事例に照らして検証を

行う。また、産総研の研究者の意識改革を図り、創業意

識を高めるとともに、ベンチャー創業の妨げとなる制度

上その他の課題について必要な制度改革や政策提言を行
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う。 

 平成15年度は、ライセンシング型共同研究及び SA 発

掘型の18件の TF（新規14件、継続4件）を採択して、

ベンチャー創業に向けた活動を行った。このうち、3件

の TF については、科学技術振興調整費による研究開発

費支援の必要がなかった。また、HS 創出システムの研

究においては、TF や技術シーズ発掘など SA による31

案件の産総研の HS 創出活動に関して、SA の同行調査

を110回、関係者に対するインタビューを約40回実施す

るとともに、先行研究のレビューを進め、HS を成功に

導く要因について、4つのカテゴリーに分けて、14の仮

説を立案した。また、国内外の講師を招いた研究会を9

回開催した。この他、研究者の創業意識を喚起するため

に、研究管理者を対象とした研修を2回開催し、研究者

の啓発を目的とした半日間の研修を9研究ユニット（の

べ193名受講）に対して実施したほか、ベンチャー創出

に関心を有する研究者に対して2泊3日の集中研修を1回

（23名受講）実施した。また、成果普及・広報活動とし

て、平成16年2月にシンポジウム（350名参加）を開催し

たほか、平成15年11月と平成16年3月に季刊誌（各

13,000部）を発行し、4つの展示会・見本市（うち海外2

イベント）に出展を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス、情報通信、ナノテ

ク・材料・製造、環境・エネルギー、地

質・海洋、標準 

［キーワード］ハイテク・スタートアップス、スタート

アップ開発戦略タスクフォース、公的研

究機関・大学発ベンチャー創出システム

の一般モデル化 

 

［研 究 題 目］イノベーション創出事業費 

［研究代表者］三宅 正人（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 

［研究担当者］三宅 淳、玉井 宏紀、佐々木智恵 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、骨再生促進のための創薬ターゲットを

高速・大規模にスクリーニングする技術を提供すること

を目的とし、ゲノムデータベース上の未知遺伝子が間葉

系幹細胞におよぼす影響を、遺伝子発現プロファイルを

指標にハイスループットで評価するためのキット・シス

テムを開発する。ハイスループット化のために、多種レ

ポーター遺伝子の間葉系幹細胞への導入と、導入した遺

伝子発現挙動の網羅的なモニタリングに適した細胞アレ

イ型のスクリーニングシステムと解析ソフトウエアを開

発する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］骨再生、細胞アレイ、創薬 

 

［研 究 題 目］窒化物ハイブリッド成長膜による低損失

スイッチング素子 

［研究代表者］奥村 元（パワーエレクトロニクス研究

センター） 

［研究担当者］西澤 伸一、清水 三聡、沈 旭強、 

K. Jeganathan、八木 修一、 

B.-R. Shim 

［研 究 内 容］ 

 MOCVD 法と rf-プラズマ MBE 法を併用した高品質

III 族窒化物ヘテロ構造ウエハーを実現し、それを用い

て従来素子より飛躍的に性能の良い高耐圧低損失スイッ

チングデバイスを開発することが目的である。 

 エピタキシャル成長技術に関して、MBE 結晶成長法

では、微傾斜サファイア基板を用いてその膜品質の高さ

を確認した。SiC 基板を用いては、表面再配列構造を手

がかりに初期成長プロセスの 適化を行った。MOCVD
成長法では、常圧及び減圧の両条件での成長が可能な成

長炉を完成させると共に、AlGaN/GaN2次元電子ガス

系のシート抵抗として～500Ω/□を得た。更に、ハイブ

リッド成長プロセスを本格化し、当該プロセスによる成

長で、AlGaN/GaN ヘテロ構造ウエハーの低シート抵

抗化を実現した。 

 ウエハー・デバイス特性評価技術に関して、各種欠陥

の微視的評価のために、カソードルミネッセンス法を主

体とするデバイス構造欠陥分析システムを構築した。ま

た、紫外線ラマン散乱分光法等のワイドギャップ特性に

対応できる評価法の高度化を進め、実際のウエハー評価

に適用した。また、ウェハー上に HFET デバイス TEG
を作製し、ゲートリーク電流等の基本特性解析を行った。 

 デバイス作製技術に関して、MOCVD 成長ヘテロ構

造ウエハー他を用いて、ヘテロ接合トランジスタによる

大電流スイッチングデバイス要素構造を試作し、その電

気特性を評価した。低抵抗オーミック接合形成法、高耐

圧化構造作製法など、窒化物半導体に適したデバイス化

要素プロセスの改善を進め、ゲート電極に SiO2等の絶

縁膜を用いた MIS HFET デバイス構造を試作して、耐

圧650V、オン抵抗値2.5mΩcm2を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］スイッチングデバイス、窒化物半導体、

低損失デバイス 

 

［研 究 題 目］分子の自己組織化を利用する次世代表示

メディアの開発 

［研究代表者］玉置 信之（物質プロセス研究部門 機

能分子化学グループ） 

［研究担当者］秋山 陽久、甲村 長利、和田 百代、 

工藤 成史 

［研 究 内 容］ 

 次世代表示メディアとして紙のように薄くフルカラー

情報を何度でも繰り返し書き換えられる材料が望まれて

いる。我々はすでに世界で初めて単一分子の材料で可逆

的にフルカラー記録できる化合物（中分子液晶）を見出
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している。本研究では、中分子液晶の分子配列制御とガ

ラス化による分子配列固定を利用する新しい色再現・表

示機構により上記次世代表示メディアを開発することを

目標としている。平成15年度は以下の成果をあげた。 

 二つのコレステロール部を有するダイマー型コレステ

リック液晶分子のらせん状周期構造が添加されたアゾベ

ンゼン誘導体の光異性化反応によって制御される現象の

機構を解明するために、種々の化合物を添加した混合物

の液晶状態の粉末 X 線回折測定により微細構造を明ら

かにした。その結果、らせん周期を大きく長波長にシフ

トさせる化合物を添加した場合に、液晶状態で小角領域

においてピークの半値幅の現象と強度の増加が見られ、

スメクティック構造が誘起されていることが明らかとな

った。すなわち、スメクティック構造を誘起できる適当

な置換基を有するアゾベンゼン誘導体を添加したときに

コレステリックらせん周期が増大してより長波長の光を

反射するようになり、その後のアゾベンゼン誘導体のト

ランス体からシス体への異性化反応によりスメクティッ

ク構造を誘起する能力が消失し、より短波長の光を反射

するようになると説明できる。光記録装置の開発では、

電子情報の二次元画像情報への変換機構を改良すること

で従来の装置の約5分の1のサイズの記録装置を構築する

ことに成功した。材料化技術としてはコレステリック液

晶／高分子分散型において、液晶とバインダー樹脂をト

ルエン等に溶解して塗工液とし、これを黒色 PET 上に

バーコーターで塗工し、保護層として透明 PET フィル

ムを用い、接着剤を使ってラミネートする方法で良好な

記録材料を作成できることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光反応、液晶、分子組織化、キラリティ

ー 

 

［研 究 題 目］科学技術総合研究委託費（緊急研究）

2003年（平成15年）十勝沖地震に関する

緊急研究／津波・被害調査／津波調査／

地震・津波による海底への影響 

［研究代表者］岡村 行信（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］岡村 行信、佐竹 健治、片山 肇、 

野田 篤、辻野 匠、板木 拓也、 

1嵯峨山 積、1菅 和哉、1内田 康人 

（1北海道立地質研究所海洋地学部）  

［研 究 内 容］ 

 2003年十勝沖地震による津波が海底に与えた影響を明

らかにするために、十勝沖海域の海底表層堆積物を採取

し、粒度分析、堆積構造解析、海底写真撮影、珪藻・有

孔虫分析を行い、地震前に採取した堆積物試料が存在す

る場所では互いに比較・検討した。その結果、1カ所で

表層1cm 程度の泥質堆積物が消失し、平均粒径のわず

かな粗粒化、リップルマーク、斜交層理や平行ラミナな

どの堆積構造が複数の地点で見られた。しかしながら、

実際の堆積物粒子の移動は、津波シミュレーシュン結果

から推定されるほど顕著ではなかった。今後数年後に同

じ地点で堆積物を再採取することによって、津波の影響

をさらに明確にできると考えられる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］2003年（平成15年）十勝沖地震、津波、

海底堆積物 

 

［研 究 題 目］科学技術総合研究委託費（緊急研究）

2003年（平成15年）十勝沖地震に関する

緊急研究／津波・被害調査／津波調査／

高精度の数値シミュレーションに基づく

十勝沖地震津波の波形解析 

［研究代表者］佐竹 健治（活断層研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 2003年十勝沖地震について、津波の現地調査に参加し

た。この津波の痕跡は地震発生後数週間以内に消滅し、

地層に保存されることはないことが判明した。検潮所で

記録された津波記録と数値シミュレーションから、津波

の波源域を推定した。その結果、地震波解析から推定さ

れた震源とほぼ同様な波源が得られた。一方、1952年十

勝沖地震の波源については、2003年の波源よりさらに東

部へ伸びており、両波源は明らかに異なることが判明し

た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］十勝沖地震、津波、波源、数値シミュレ

ーション 

 

－科学技術振興費－ 

［研 究 題 目］ナノプロセシング・パートナーシップ・

プログラム 

［研究代表者］横山 浩、秋永 宏幸（ナノテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］中桐 伸行、落合 勲、佐藤 平道、 

本多 尚子、樋口 博文、仙波 靖之、 

木島美保子、風間 茂雄、大山 育子、

唐澤しのぶ、岡野美樹子 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 ナノレベル構造を有するデバイス、MEMS の作製お

よび構造・機能評価のため産総研ナノプロセシング施設

（AIST NPF）にラインアップされた先端機器、専門知

識およびノウハウを、産学官の研究者に広く提供し、ナ

ノテクノロジー分野における研究開発の促進、先端的ア

イデアの実証を支援する。 

（計画） 

 昨年度から準備してきた支援体制が整ってきたので、

産学官連携部門、研究環境整備部門等の産総研の支援部

門と一体となって、本格的な支援活動を実施する。また、

ナノテクノロジー総合支援プロジェクト「ナノレベルで
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の極微細加工・造形支援」に参画する5機関（産業技術

総合研究所、早稲田大学、東京工業大学、大阪大学、広

島大学）の幹事機関として、相互の情報交換をはじめ、

統一的な広報・周知活動、ワークショップなどを企画す

る。 

（年度進捗状況） 

１）初年度の支援件数は18件であったが、平成15年度に

は多くの新規ユーザーを獲得し、支援依頼127件の内、

112件を採択し実施した。支援形態の内訳は、技術代

行38件、装置利用61件、共同研究5件、技術相談8件で

ある。産官学の内訳は、企業44件、大学24件、公的研

究機関40件で、企業のユーザーが多いことが特徴であ

る。 

２）参加者20名を募集し、5日間の微細加工・造形スク

ールを開催した。スクールの構成は、講義と装置を使

った実習で、テキストと講義資料集を準備し、実習は、

基本コースとアドバンストコースから選択できるよう

にした。参加者には大変好評で、その後、その方々か

ら何件かの支援申請があり、有意義であったと判断し

た。 

３）英語のホームページを開設した。また、スクールで

使用したテキストを、ホームページ上で、会員に対し

て公開した。支援活動を紹介するフライヤーを作成し、

学会や展示会等、さらには産総研の関連事業所などに

常備し、3000部を配布し、広報活動を積極的に展開し

た。 

４）造形グループの幹事機関として国内向けのワークシ

ョップを企画し、成果の発信と広報を目的に開催した。

さらに、国外の機関との交流を促進する目的でナノフ

ァンドリーに関するワークショップを企画し、アジア

諸国からの参加者を得て開催した。さらに、幹事機関

として、グループの支援活動の PR する広告を取りま

とめ、応用物理学会誌等3誌に広告を掲載した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］微細加工、ナノ造形、リソグラフィー 

 

［研 究 題 目］固体・ガス状試料の安全性評価システム

の開発のうち灰の埋立処分に伴う溶出実

験による安全性等 

［研究代表者］川幡 穂高（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高、竹内 美緒、鈴木 淳 

［研 究 内 容］ 

 都市環境に関しては、人間活動の増大に伴い、廃棄物

は発生量が増大するとともに、その質的な側面もも多様

化しており、その処理が困難になってきている。特に、

処分場の容量に限界がみえてきたため、基本的にゴミな

ど廃棄物は、基本的になるべく焼却され、その容量を大

幅に減じて、処分場に運搬される場合が近年非常に多く

なってきた。また、物を製造したり、流通する段階から

廃棄物の発生を抑制し、また、リサイクルを推進するな

ど、真の意味での「循環型社会形成」の推進が求められ

ている。15年度には、環境省告示13号による有害物質溶

出過程に関して、主要元素および副元素について、デー

タの不均一性、抽出時間および pH の変化によりどのよ

うに濃度が変化するのかを調べた。 

 反応時間に関して、6時間の時点と9あるいは24時間の

時点での濃度を比較すると、すべての元素について、濃

度が20%上昇していた。このことは、6時間の時点での

反応は、平衡状態はもとより、定常状態にも達していな

いことを示している。 

 環境省告示13号試験の場合には、抽出（振盪）時間を

6時間と決められているが、この時点での反応液におけ

る相対標準偏差は試料の化学組・粒度・粒子の表面状態、

振盪の強さ、試料を振盪器に設置した場所による違いは

小さいことがわかった。 

 反応について、時系列でデータを調べたところ72時間

までの実験を行った灰試料3C の結果に基づくと、24時

間以降は値が比較的安定してしており、ほぼ定常状態に

達していたと推定される。一方、6時間の抽出（振盪）

では、定常状態から離れていた場合がかなり出現するこ

とが明らかとなった。 

 pH を変えた実験をしたところ、pH にあまり依存し

ないものとしては、As.pH 下がるに従い増加するもの

は Ca、Sr、Al、Mg、Na、K、Pb がある。そして、

pH4以下で濃度が高くなるものは、B、Mn、Si.より下

がった pH3以下で濃度が高くなるものは、B、Mn、Si.
より下がった pH で、Cd、Cu、Fe、Cr、Ni、Sb、Sn、 
Zn であった。 
［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］産業廃棄物、焼却灰、副生成物、微生物、

溶出、金属、安全性評価、好気性従属栄

養細菌、環境省告示13号、pH、循環型

社会形成 

 

－原子力試験研究委託費－ 

［研 究 題 目］原子力エレクトロニクスのための半導体

デバイス化技術に関する研究 

［研究代表者］荒井 和雄（パワーエレクトロニクス研

究センター、光技術研究部門） 

［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、高橋 徹夫、 

田中 保宣、石田 夕起、先崎 純寿、 

小杉 亮治、高尾 和人、鈴木 良一、 

西島 俊二 

［研 究 内 容］ 

 Si に代わる SiC などの放射線耐性を有すると期待さ

れる軽元素半導体材料のデバイス試作を行い、原子力エ

レクトロニクス・システムを構成する候補デバイスとし

て、 pn ダイオード、ショットキーダイオード、

MESFET、MOSFET 等のデバイスをとりあげ、その放

射線耐性を評価し、回路構成における影響を含め、優劣
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を明らかにする。また、評価技術としては放射線ビーム

を用いた新しい評価手法を開発し、それらの手法を用い

て各種デバイスを耐放射線性や放射線損傷の観点から評

価する。 

 平成15年度は pn ダイオードを取り上げ、SiC pn ダ

イオードに対してのプロセスと構造の 適化を行い、

SiC pn ダイオードを作製し、その放射線耐性を評価し

た。また、同時に MOSFET に対しても同条件下での評

価を行った。その結果、pn ダイオードは耐性に優れて

いることがわかった。また、MOS における放射線照射

効果を考察した。更に、陽電子消滅法による MOS 構造

評価の可能性を検討した。pn ダイオードが、16MR 程

度の放射線照射線量までは、極めて耐性が高いことが明

らかになった。将来の高放射線下での動作を視野に、さ

らなる照射実験を行い耐性限界を見極める予定である。

また、MOS については、陽電子消滅評価を含め、放射

線効果の要因を検討する。これらの結果により、放射線

下で使用可能なスイッチング素子として、ダイオード構

造を内包する接合 FET をスイッチング素子の候補とし

て検討することにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］シリコンカーバイド、耐放射線素子、放

射線照射欠陥、素子化プロセス 

 

［研 究 題 目］軽元素同位体の分離と産業応用に関する

研究 

［研究代表者］苑田 晃成（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］苑田 晃成、槇田 洋二、渡邉 秀和、

高木 憲夫、廣津 孝弘、大井 健太 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、経済的かつ効率的にリチウム、ホウ素同位

体を採取する分離プロセスの確立を目的とする。また、

海水等の国内資源から採取したリチウムおよびホウ素を

用いる分離システムを設計・評価し、同位体資源の安定

確保を目指す。 

 平成15年度は、リチウム同位体分離剤として用いるナ

トリウムイオン選択的無機イオン交換体の合成法を検討

し、リチウムイオンの吸脱着速度の改善を図った。ナト

リウムイオン選択的無機イオン交換体を合成する際の原

料の混合を乳鉢及びゾルゲル法で行い、 終的に得られ

たそれぞれのリチウム同位体分離剤のリチウムイオン吸

着速度を比較検討した結果、原料の混合をゾルゲル法で

行った場合の吸着平衡に到達する時間は、従来の乳鉢混

合の場合の約1/10となり、同位体分離剤の吸着速度を大

きく改善できた。また、それぞれの分離剤をカラムに充

填し、0.1M（1M=1mol dm-3）の酢酸リチウム溶液を用

いたブレークスルーによるリチウム同位体分離を試みた

結果、原料の混合を乳鉢で行った場合とゾルゲル法で行

った場合の分離係数（1＋ε/ΔM）は、それぞれ1.019

及び1.025となり、原料の混合をゾルゲル法で行うこと

により同位体分離性能が大きく向上した。よって、同位

体分離剤の吸着速度は、カラム分離パラメータに大きく

影響を及ぼすことが分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］リチウム、ホウ素、同位体分離 

 

［研 究 題 目］動的アニール・ソフトイオンビームプロ

セスによる高品質ダイヤモンド半導体基

盤技術の研究 

［研究代表者］大串 秀世 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］大串 秀世、堀野 裕治、坪内 信輝 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 イオン注入に伴う原子核反跳及び電子励起作用により、

ダイヤモンド単結晶中に生成する照射損傷の発生及び消

滅メカニズムを解明することにより、イオン注入の諸条

件を 適化したソフトイオンビームプロセス技術の開発

を行い、さらにレーザー照射によるダイヤモンド中の照

射損傷アニールの特性を解明し、イオン注入と同時に、

動的にダイヤモンド中の照射損傷をアニールする新たな

手法を開発する。 

 イオン注入後のダイヤモンド薄膜の電気的な特性つい

て詳細な調査を行い、イオン注入によるより高品質なダ

イヤモンドの電気伝導性制御法の研究開発を行う。特に

ホール効果測定を中心に p 型ダイヤモンド半導体の高

品質化を目指した研究を行う。また、n 型ダイヤモンド

の研究では、燐、窒素のイオン注入により、再現性の良

い n 型半導体化を目指し、イオン注入プロセスの 適

化を図る。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、イオン注入、伝導

性制御、n 型ダイヤモンド 

 

［研 究 題 目］原子力用材料の多重熱物性計測技術に関

する研究 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡辺 博道 

［研 究 内 容］ 

(1) パルス通電加熱法による多重熱物性計測技術の開発 

 フィードバック制御パルス通電加熱法により一定温

度に加熱された試料表面をパルスレーザ光により加熱

し、裏面の温度応答を測定することにより、レーザフ

ラッシュ法の原理に基づいて固体の熱拡散率を測定す

る技術を開発し、既存のパルス通電加熱法により測定

される、比熱容量、半球全放射率等と併せて1台の装

置で多重熱物性を計測する技術を開発する。平成15年

度は、フィードバック制御通電加熱により温度一定に

保持した試料表面に、1ms 以下のバルス幅のパルス

レーザを照射し、その後の試料裏面の温度変化を高速
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放射温度計により高精度に測定する技術を開発した。 

(2) パルス通電加熱法による熱物性計測技術の高度化と

不確かさ評価 

 パルス通電加熱法による比熱容量計測および半球全

放射率計測の計測精度を向上させるとともに計測の不

確かさを評価し1500K 以上の温度領域における比熱

容量標準と半球全放射率標準を確立する。平成15年度

は既存のパルス通電加熱装置において試料を流れる電

流、試料での電圧降下の計測精度及びパルス通電装置

に既設の放射温度計の計測精度を改善するとともに、

それらの量の不確かさ評価を行った。また分光放射率

測定に用いる可視域エリプソメータの計測性能を改良

するとともに分光放射率計測の不確かさを評価した。 

(3) 原子力用材料の多重熱物性データベースの開発 

 本研究課題により開発される多重熱物性測定装置に

より計測される多重熱物性データに加えて文献等に記

載された既存の多重熱物性データを分散型熱物性デー

タベースに収録し、インターネット上で公開する。平

成15年度は、多重熱物性計測により同一試料に対して

同時に測定される熱物性値（比熱容量、融解熱、半球

全放射率、熱拡散率、熱伝導率、分光放射率、電気抵

抗率）のデータを相互の相関を解析するのに適した形

式で熱物性データベース収録するフォーマットを決定

し、文献等に記載された既存の多重熱物性データの収

録を開始した。 

［分 野 名］標準、環境・エネルギー、ナノテク・材

料・製造 

［キーワード］原子力用材料、熱物性、熱拡散率、比熱

容量、熱伝導率、放射率、高温、多重熱

物性計測技術、パルス通電加熱法、レー

ザフラッシュ法、放射温度計、データベ

ース 

 

［研 究 題 目］原子力構造材の遠隔検査技術に関する研

究 

［研究代表者］松田 洋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］服部浩一郎 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 放射線環境下や狭隘部での非破壊検査を実現するた

め、レーザによる非接触の超音波発生、及び検出技術

を開発する。レーザによる発生では、パルスレーザを

用いて数 MHz～100MHz までの超音波を励起する技

術を開発する。また、レーザによる検出では、試料表

面の光学的性状や形状に影響を受けにくい光計測技術

を開発する。これらの技術開発により、従来検査が困

難であった線量の高い部位や狭隘部での測定を可能と

する遠隔検査技術の確立を目的とする。 

2) 研究の全体計画 

 レーザによる非接触超音波技術において、 大の技

術課題は実環境での超音波検出技術の開発であり、特

に光散乱面では光の持つ位相情報が破壊され、高感度

の検出が困難となる。このため、位相共役結晶（フォ

トリフラクティブ結晶）により、破壊された光の位相

情報を復元し、検出感度を向上させる技術を開発する。

また、広範囲の検査を迅速に行うため、短時間で

S/N の高い信号波形が得られる超音波励起レーザを

実現する。さらに、励起及び検出光を光ファイバで伝

送する技術を開発し、検査システムとしての融通性を

得る。これにより、迅速な走査を可能とし、得られた

2次元欠陥イメージから検出能力を実証する。 

3) 平成15年度の研究内容及び成果の概要 

 本年度は、前年度に導入した高繰り返し・高エネル

ギーの超音波発生装置により、外部雑音の多い環境で

の表面波超音波を用いた擬似開口き裂の位置及び深さ

評価を引き続いて行うと共に、き裂幅が狭い疲労き裂

を導入した試験片についても位置及び深さ評価を行っ

た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］超音波非破壊検査、レ－ザ超音波、き裂

計測、光位相共役 

 

［研 究 題 目］低エネルギーX 線精密回折分光技術の開

発 

［研究代表者］藤本 弘之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部 司、中山 貫 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、新たな波長マーカーを設定し低エネルギ

ー領域の分光精度向上に資するため、１．核共鳴散乱放

射（14.4keV）を計量研究所の保有するレーザ波長に基

づいた新たな標準として確立するための絶対測定を行う。

また他の核共鳴散乱放射についても波長絶対測定を試み

る。２．核共鳴散乱放射（14.4keV）と相対測定できる

範囲を低エネルギー側に延長する。 

 平成15年度は、波長マーカーとなる角共鳴散乱の波長

測定に関して、不十分と見積もられた測定不確かさのレ

ベルをさらに低減させるために回折結晶角度設定装置の

改良を1段と進め高安定化高精度化を実現するとともに、

自動化されたプログラムの導入による角度校正の短時間

化、無人化を行った。これまでに同定された系統誤差を

この種の測定では初めてその場測定として組み入れると

ともに、新たに、チャネルカットのモノクロメータによ

る測定 X 線ビームの角度コリメート手法を導入し回折

ビーク位置検出感度を向上させた。繰り返し測定を行い

データを蓄積することができた。格子比較器は、結晶モ

ノクロメータの改良、高感度回折角度測定器の導入によ

り制御精度が向上し、1×10-8を切る分解能で安定した

格子定数の比較測定を実現できる見通しが得られた。格

子定数の絶対測定により、標準回折結晶の格子定数を不

確かさ1×10-8のオーダーで得ることができた。また光
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学的ピッチ測定のための装置を試作、予備実験を行った。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］核共鳴散乱、放射光、X 線回折、シリコ

ン、格子定数、角度 

 

［研 究 題 目］重イオンマイクロビームによる化学結合

状態分析法に関する研究 

［研究代表者］杢野 由明 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］杢野 由明、木野村 淳、堀野 裕治 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 実用材料の化学結合状態分析に有望なイオンビーム励

起の高分解能特性 X 線分光（PIXE）法により、材料表

層の局所的な化学結合状態を非破壊かつ高感度で分析す

るための基盤技術を開発する。 

 平成14年度までに構築した局所・高分解能粒子線励起

X 線分光装置を用いて、局所的な化学結合状態を分析す

る手法の検討を行った。化合物の高分解能粒子励起 X
線スペクトルを測定し、分析に適した化学結合効果の抽

出を行った。この際、励起に用いるイオン種についても

検討を行うとともに、分光装置の動作条件の 適化を行

った。その結果、本装置は化学結合状態の分析に十分な

エネルギー分解能と高い検出感度を合わせ持つため、微

小部（140×50μm）の化学結合状態分析に適用できる

ことがわかった。さらに本装置を用いた2次元マッピン

グを行うため、試料の精密な位置決めができる試料駆動

機構を導入した。また、イオンマイクロビームを真空容

器外に取り出す機構の検討を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］化学結合状態分析、PIXE、 

イオンマイクロビーム 

 

［研 究 題 目］プラズマ利用イオン注入法による金属材

料表面の高機能化に関する研究 

［研究代表者］池山 雅美（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］池山 雅美、宮川 草児、宮川 佳子、 

増田 晴穂、斎藤 和雄、山本 翼、 

小野 泰蔵 

［研 究 内 容］ 

 金属表面を硬く滑らか（低摩擦）でかつ異物の付着が

きわめて少ない状態に出来れば、例えば金属配管を用い

て粉体を移送するプロセスにおいて問題となる粉体の目

詰まりや配管内面の損傷などが抑えられ、移送プロセス

全体の効率化と不純物混入低減による粉体の高純度化が

期待できる。本課題では、硬く滑らかで付着性が著しく

低い性質を持つ金属表面をプラズマ利用イオン注入法に

より作製する技術の開発および開発された金属材料の利

用方法について検討し、将来の粉体プロセスを有する各

種プラントの配管内面の処理等への実利用を目指す。15

年度は、昨年度に引き続き、プラズマ利用イオン注入法

による高硬度・低摩擦表面（ダイヤモンド状炭素被膜）

の作製と DLC 膜のフッ素化処理に取り組んだ。金属配

管部材への DLC 製膜においては、内径5mm、長さ5cm
のアルミ直管内面への製膜が出来た。また、シリコン含

有ガスを利用した DLC 膜中へのシリコン導入により、

密着性の向上や内部応力の緩和が可能となった。DLC
薄膜表面のフッ素処理による表面フッ素化も、従来にな

い、極安定フッ素ラジカルを用いる方法を考案し、

DLC 膜表面のフッ素化に成功し、水の接触角をテフロ

ンと同等まで大きくすることが出来た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド状炭素被膜、プラズマ利用、

イオン注入法、高硬度、耐摩耗性 

 

［研 究 題 目］2段式反応焼結による繊維強化炭化ケイ

素複合材 

［研究代表者］谷 英治（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］谷 英治、前田 英司 

［研 究 内 容］ 

 核融合炉の第一壁材として、耐熱性、高熱伝導性、耐

熱衝撃性、耐放射線特性に優れた緻密な繊維強化炭化ケ

イ素複合材の製造に関する研究である。繊維強化炭化ケ

イ素複合材は高温強度特性に優れ、低放射化材料として

期待されているが、繊維とマトリックスの界面制御に

BN コーティングが不可欠である。しかし、中性子照射

により B は He へと核変換し照射損傷を高め、N は14C
という長半減期の放射性物質に核変換するので核融合炉

には BN コーティングは使用できない。また核融合炉

で冷却剤に使用する高圧の He ガスが漏れないような緻

密な材料が必要とされている。 

 本研究では、反応焼結法と溶融含浸法を組み合わせた

二段式反応焼結法により、BN コーティングを用いずに

緻密で第一壁材に適した繊維強化炭化ケイ素複合材を得

る 適な条件の検討を行う。 

 平成15年度では、カーボンペーパーを用いたマトリッ

クス部の組織がフリーSi、閉気孔、残留炭素等が存在し、

不均一であったが、SiC 粉末の添加により組織の均一化

が図れた。しかし、カーボンペーパー部の炭素源のフェ

ノール樹脂、シリコン粉末、SiC 粉末の量を、変化させ

ても密度、破壊挙動に顕著な差は認められなかった。ま

た、接合の実験を行った。炭素化後の試験片を Si に溶

浸と接合を同時に行う方法と、Si 溶浸後の試験片を接

合する実験を行い、どちらの方法でも接合が可能であっ

たが、炭素化後に行う方法が加工性等を考慮すると優れ

ていることが分かった。2段反応焼結法を用いたスポン

ジ状多孔質 Si/SiC セラミックスは、光触媒担体として

非常に効果があることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］繊維強化、複合材、炭化ケイ素、炭化ケ
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イ素繊維、炭素繊維 

 

［研 究 題 目］RI 廃棄物のクリアランスレベル検認技

術の確立に関する研究 

［研究代表者］桧野 良穂（計測標準研究部門） 

［研究担当者］佐藤 泰、瓜谷 章、原野 英樹 

［研 究 内 容］ 

 クリアランスレベルの検認においては、単に外部の線

量当量が10μSv/y であることを数値で示すだけでは、

第三者を納得させるに十分ではない。イメージングプレ

ートは、食物中に微量含まれる K-40の分布を見ること

が出来、しかも、測定データは二次元のイメージとして

コンピュータに保存され、第三者への説得力ある情報開

示が行えることから、廃棄物中の極微量放射能測定に

も適した手法となり得る。そこで、イメージングプレー

トと、Ge 検出器を用いたスペクトル測定を組み合わせ

た、クリアランスレベルの検認技術の確立を試みた。平

成15年度においては、これまでに開発してきた、インク

ジェットプリンタを応用した放射能面線源作成技術を用

いて、ハンドフットモニタなどの放射能表面汚染を測定

する機器校正用の、実用的な放射能面線源作成と放射能

面密度標準の立ち上げを実施した。プリンタを使用した

メリットである、一様性・均質性を生かした、ロット管

理方式による放射能面密度標準の確立、面線源からの荷

電粒子放出率と放射能面密度の計数の確定、荷電粒子放

出率測定に関する国際比較の実施を行い、国際的な整合

性に関しても確認するなどの一連の研究開発を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射性廃棄物、極低レベル放射能測定、

放射能面密度標準 

 

［研 究 題 目］マルチコンポジットマテリアルの 適化

と構造・特性評価 

［研究代表者］小林 慶規（計測標準研究部門） 

［研究担当者］平田 浩一、伊藤 賢志、富樫 寿、 

川原 順一、梅原 博行、広津 敏博 

［研 究 内 容］ 

 空気中など酸素の存在下で放射線照射をうけた高分子

材料の劣化は、放射線による分子鎖切断で生じるフリー

ラジカルと高分子中に拡散によって侵入した酸素分子が

反応することにより進行する。この放射線酸化効果は、

高分子表面に酸素透過を抑制するバリアー層を形成する

ことにより低減できると考えられる。本研究の目的は、

高分子表面上への酸素バリアー層形成による放射線酸化

抑制効果を実証すること及び 適なバリアー層を形成す

るための諸条件を明らかにすることにある。従来の研究

で、高周波マグネトロンスパッタリング法で作製された

酸化硅素膜が酸素透過バリアー性を有することを明らか

にした。さらに、酸化硅素スパッタ膜を堆積したポリプ

ロピレンを空気中でγ線照射することにより、酸化硅素

膜により高分子の酸化を抑制できることを実証した。平

成15年度には、異なるスパッタ条件でシリカ膜を形成し

たポリプロピ／シリカコンポジット材料を空気中でガン

マ線照射し、酸化によりポリプロピレン中に生成したカ

ルボニル基を顕微赤外分光法により測定した。その結果、

今回検討したいずれの堆積条件でも高分子の放射線酸化

を抑制できることが確認された。また、機械特性の劣化

も改善されることが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子材料、ガスバリアーコーティング、

シリカ膜、耐放射線性 

 

［研 究 題 目］ロボット群と保全知識ベースの協調によ

るプラント点検・提示システムの研究開

発 

［研究代表者］喜多 伸之（知能システム研究部門） 

［研究担当者］末廣 尚志、音田 弘、喜多 泰代、 

脇田 優仁、楊 海圏、 

Francois Berenger 
［研 究 内 容］ 

 原子力プラントの安全性／信頼性の向上を目指して、

保全環境をディジタル化し維持することにより、見たい

ときの、見たい場所の、見たい情報を、見たい者に、見

たい形で提示できるようにし、異常の早期発見を実現す

ることを目的とする。 

 原子力プラントに設置された様々なセンサや、点検移

動ロボットに搭載されたセンサなどが収集したプラント

の情報を、一箇所に集約し、後の利用がし易いように統

合的に蓄積するシステムを環境サーバーと呼ぶ。本研究

では環境サーバーを実現する上で も重要となる次の3

技術を研究する。環境の変化やセンシング目的に応じて

効率良く点検情報を収集するための注意制御技術、収集

した点検情報の時空間的な整合性を保つための変動除去

技術、時空間的に広がった膨大な点検情報をコンパクト

に蓄積するための3次元投射技術である。 

 H15年度には、固定パンチルトカメラで得た画像の位

置合わせの完成度をあげ、環境サーバーによる画像情報

の長期蓄積を実現した。位置合わせにおける中心窩投影

画像利用の効果は先にシミュレーションにより明らかに

したが、実画像での検証を行うために中心窩光学系の歪

みキャリブレーションの検討を行い実装した。巡回点検

員への提示のための頭部位置姿勢実時間追跡手法を拡張

し良好な結果を得た。 

 また、第3期クロスオーバー研究の 終年であるため、

環境サーパーを中心として、理研、海技研との共同デモ

ンストレーションを構築した。これにより複数エージェ

ント（点検ロボット、運転システム、保全システム、オ

ペレータなど）の協調による環境情報の蓄積と、その情

報の効果的な利用についての実証評価が行えた。 

［分 野 名］情報通信 
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［キーワード］移動ロボット、視覚システム、原子力プ

ラント 

 

［研 究 題 目］光子情報複合検出技術に関する研究 

［研究代表者］大久保雅隆（極微プロファイル計測研究

ラボ） 

［研究担当者］浮辺 雅宏、久志野彰寛、陳 銀児 

［研 究 内 容］ 

 光子が運ぶ情報を高精度で取得することにより、光子

発生源の元素の種類、組成、化学状態、発生源と検出器

の途中の媒体の情報等を取得することができる。特に、

光子単位でそのエネルギーを測定する分光法は、エネル

ギー分散分光と呼ばれ、分光結晶を使う波長分散分光に

比べて、「有利な幾何学的条件による短時間分析」とい

う特徴を有する。一方、半導体技術によるエネルギー分

散分光のエネルギー分解能は、波長分散分光に及ばない。

本課題では、エネルギー分解能の点で半導体技術の限界

を突破し波長分散分光に匹敵する性能の超伝導Ｘ線光子

検出器によるエネルギー分散分光法を実現することを目

標とする。この分光法の実現により、従来技術では見る

ことができなかった情報の取得が可能となり、半導体開

発、材料開発、生命工学等への多大な貢献が期待される。 

 高い量子効率を実現するために、通常用いられている

薄膜プロセスを超える厚みをもつ超伝導素子の作製が可

能な厚膜プロセスを開発し、従来の5%の量子効率を

55%に向上させた。また、放射光の軟 X 線ビームライ

ン（光子エネルギー20eV-1200eV）を活用して、低エネ

ルギー光子に対するエネルギー分解能測定を行い、半導

体検出器の約10倍のエネルギー分解能を達成した。 

［分 野 名］社会基盤（標準） 

［キーワード］エネルギー分散分光、超伝導検出器、 

X 線分析、元素分析、放射光 

 

［研 究 題 目］超高輝度 KHz プラズマＸ線源とその応

用の研究開発 

［研究代表者］富江 敏尚（光技術研究部門） 

［研究担当者］松嶋 功、屋代 英彦、眞島 利和 

［研 究 内 容］ 

目標 

 エネルギーkeV のＸ線発生の数 kHz 以上の超高繰り

返し化を可能にする技術および、生物応用技術の開発を

通じて、新たな利用技術の開拓を行う。 

研究計画 

 超短パルスレーザー照射により生成されたプラズマか

ら高輝度の硬 X 線を発生させるために、プラズマ生成

の照射条件の制御、ターゲット形状、状態の選択などで

硬 X 線への変換効率の向上を図る。さらに高繰り返し

照射に対応可能なターゲットの供給装置を開発する。ま

た、これを用いて生物・医療応用の実証実験を行う。 

年度進捗状況 

 昨年度通常用いられる往復型発振器で4.9W 出力を得

たが、マルチモードで発振して集光特性が著しく劣るた

め、高輝度レーザープラズマ X 線源発生用としては不

適当であった。この問題を解決すべく共振器の構成をリ

ング型に変更し、モードをシングルモード発振で、回折

限界に近い集光特性を持つ優れた出力レーザービームを

得ることに成功した。 

 変換効率向上のため、詳細な理論考察を行い、その知

見から、励起レーザービームの集光レンズ位置の調整、

使用反射鏡の選定その他の共振器中での損失低減などを

行った。それにより増幅実験を行なったところ、変換効

率37%、取り出し効率56%を達成することができた。こ

れは世界 高の値である 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、（ライフサイエ

ンス） 

［キーワード］keVＸ線、kHz フェムト秒レーザー、熱

レンズ効果、液体窒素冷却 

 

［研 究 題 目］原子力ロボットの実環境技能蓄積技術に

関する研究 

［研究代表者］末廣 尚士（知能システム研究部門） 

［研究担当者］北垣 高成、音田 弘、中村 晃、 

齋藤 史倫、尹 祐根、安藤 慶昭 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、原子力ロボットの実環境技能蓄積技術に

関する研究として、原子力関連プラントで必要とされる

盤開閉、スイッチ操作、バルブ操作、計測・検査作業、

サンプリング、結線作業など多数の作業技能の教示／蓄

積／再実行を自律遠隔融合で実現する技術の研究開発を

行う。 

 具体的には多種多様な作業を実行して見せることで、

従来の研究で確立された環境モデルと作業技能に基づく

作業の自律実行技術が多くの作業に適用可能であること

を示す。また、あらかじめ用意されていたスキルの不足

などスキルに基づく手法が適用困難な場合でも作業が容

易に続行できるように操作者の介入を積極的に許す自律

遠隔融合手法を開発する。さらに、そのときの操作者に

よる操作を再利用可能な形で蓄積（技能の蓄積）し、半

自律システムが経験を積むに従って段階的に使いやすく

なるシステムを構築する。 

 平成15年度は、作業プラットフォーム開発として、従

来の研究で用いた実験設備を再利用し簡易作業実行装置

として統合した。さらに、これに人間の操作情報を入力

したり人間へ作業中の力感覚を提示することが可能な操

作入出力装置基本部を接続したシステムを構築した。こ

れと並行して、実際に多種多様な作業を行うことが可能

な双腕作業実行装置をレンタルし、その上で基本制御ソ

フトウェアの作成を開始した。また作業教示手法開発と

して、簡易作業実行装置と操作入出力装置を統合したシ

ステムを用いて遠隔作業実験を行う中で作業教示手法の
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検討を行った。より具体的には以下の項目の研究開発を

行った。 

 作業ベンチマークの作成 

 PA10、ハプティックインタフェースを用いた簡易作

業実行装置の作成 

 ハプティックインタフェースを用いた遠隔操縦作業実

行プログラムによる作業実行 

 作業実行装置（HRP2）の基本制御ソフトウェア作成 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］原子力ロボット、マニピュレーション、

技能蓄積、スキル、自律遠隔融合 

 

［研 究 題 目］地層処分場岩盤特性評価のための高分解

能物理探査イメージング技術の研究 

［研究代表者］内田 利弘（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］内田 利弘、光畑 裕司、横田 俊之、 

西澤 修、中島 善人 

［研 究 内 容］ 

 高レベル放射性廃棄物地層処分場の適地選定や建設に

おいては、深度2km 程度までの地質構造、亀裂分布、

力学的強度、透水性などに関連する物性分布を詳細に把

握し、総合的な岩盤特性評価を行う必要がある。本研究

では、それらに密接に関連する比抵抗、地震波速度等の

物性の3次元分布を高精度にイメージングするため、地

表および坑井を用いる物理探査（電磁探査、地震波探査

等）の測定装置及び解析技術を開発する。 

1) ハイブリッド人工信号源電磁探査法システムの開発 

 今年度は人工信号源電磁探査法探査システムのうち、

測定システムの設計・試作、測定データの処理プログ

ラムの作成、3次元解析ソフトウェアの仕様の検討、

および、測定システム性能試験のためのテストフィー

ルドにおける事前調査を実施した。 

 測定システムの開発に関しては、測定装置に必要と

される仕様を検討し、この仕様を満たすような測定シ

ステムの試作品を製作した。インダクションコイル型

磁力計は低周波数になると感度が非常に小さくなり、

深部探査には適していない。一方、フラックスゲート

型磁力計は10Hz 以下の周波数で出力電圧は一定であ

り、それ以上の周波数帯域の感度は小さく、高周波数

のノイズは減衰してしまうことが理解される。これら

二つの磁力計を組み合わすことで、地下浅部から深部

にかけての広範囲な探査が可能となる。3次元解析ソ

フトウェアの開発については、有限要素法によるモデ

リング法について、CSEM 法データが扱えるように、

人工信号源を組み込むためのアルゴリズムを検討した。 

2) 地震波データ3次元解析法の開発 

 地震探査反射法の3次元散乱重合法の高精度化のた

め、不均質媒体における波動シミュレーションを行い、

不均質構造に起因する地震波伝播の擾乱について定性

的な評価を行った。不均質構造の程度と P 波位相の

擾乱の相関について定量的な関係を求めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地層処分、物理探査 

 

［研 究 題 目］高選択性分離膜による放射性廃液処理と

放射性廃棄物エミッションの低減化の研

究 

［研究代表者］新保外志保（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］新保外志夫、金森 敏幸、須丸 公雄、 

Samuel P. Kusumocahyo 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、放射性廃液の減量化のため、放射性元素

に対して高い選択性を有するキャリヤー輸送系を用いて、

特定の有害な放射性元素のみを高効率で濃縮・除去しう

る分離膜デバイスを開発することを目的とする。昨年度

までに、三酢酸セルロースと NPOE からなる有機ゲル

膜（PIM）にキャリヤー（CMPO）を含有させること

により、アクチノイドのモデル物質であるセリウムイオ

ンを濃縮輸送できることを明らかにした。本年度は、当

該有機ゲル膜について製膜条件や操作条件を広範に変化

させて輸送特性を調べ、膜内の輸送モデルを構築したと

ころ、得られたセリウム輸送速度式は実験結果と良く一

致することを見出した。また、開発した有機ゲル膜につ

いて連続輸送実験を行い、1月以上安定してセリウムイ

オンを促進輸送できることを確認した。このような長期

安定性は従来技術である含浸液膜では実現不能であり、

この結果は当研究課題によって開発された有機ゲル膜が

実用上を有望であることを示す。更に、実用化上有利な

中空糸膜状の有機ゲル膜を開発するために、三酢酸セル

ロースにより予め作製した膜を後処理により有機ゲル膜

に改質する「後処理法」を検討した。キャリヤー、膜液

および溶媒の混合溶液の組成を検討し、ある特定の条件

で当該混合溶液に三酢酸セルロース膜を含浸することに

より、従来法の80%程度の輸送性能を実現できることを

明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］有機ゲル膜、移動キャリヤー膜、セリウ

ムイオン、放射性廃液処理、濃縮分離 

 

［研 究 題 目］核廃棄物関連金属配位性のヘテロ元素系

化合物の開発 

［研究代表者］林 輝幸（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］林 輝幸、韓 立彪、崔 冬梅 

［研 究 内 容］ 

 再処理や核分裂生成物の、次世代の抽出剤の候補とし

て、種々の有機リン系、カルボニル系等の新規化合物を

合成し、金属への配位挙動を明らかにするべく、多官能

性または高分子量の各種5価有機リン化合物、非リン系

ポリカルボニル化合物を合成し、ランタノイドイオンを

用いる抽出性評価を行っている。 
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 今年度は、ビスホスホノイル化合物とジイン類からの

ポリマーを合成するべく、ジインが1,8-ノナジイン、

1,4-ジエチニル-2,3,5,6-テトラメチルベンゼンである

付加反応を行い、四種類の含リン高分子を定量的に得た。

これらのリン系ポリマーの金属抽出能評価を行ったが、

有機層と水層がはっきりと分離せず、第三の相が形成す

るために、再現性のあるデータは得られなかった。また、

9-オキソ-9-ホスファフルオレン骨格を含むπ共役化合

物及びポリマーを七種類合成し、La3+及び Eu3+抽出試

験を行ったところ、複数のリン原子を有するポリマーは

中程度の抽出力を示した。また、種々のランタノイドイ

オン共存系からの選択抽出性について調べた結果、ビニ

レン及びチオフェニレンとのコポリマーは、イオン半径

の小さいランタノイドイオンをより多く抽出する傾向を

示した。 

 一方、アルキルマロン酸ジアミド骨格を有する新規ポ

リマーを三種類合成し、硝酸酸性溶液からのランタノイ

ドイオンの抽出性を検討したが、通常の条件ではほとん

ど抽出能を示さなかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］金属抽出剤、有機リンポリマー、マロン

酸アミド、ランタノイド 

 

［研 究 題 目］光音響分光法を用いた地下水センサーの

開発と適用に関する研究 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、宮越 昭暢、林 武司 

［研 究 内 容］ 

 H14には地下水水質センサー（温度センサー）を完成

し、本年はこれに塩分濃度センシング機能を追加した。

本研究で開発された温度センサーの精度は1/100℃とこ

れまでにない高精度な長期安定型センサーである。ここ

ではそのファイバーグレーディングシステム（FBG-

IS）の高感度温度センサのデータ（2003年1月20日時点

まで）の精度キャリブレーションを行った。また、本シ

ステムは塩分濃度センサーを追加し、これまでにない精

度で長期間観測可能なシステムを完成することができた。

さらに今年度は全体システムの小型化にも成功し、現場

実証試験の準備が完成した。 

 今後の展開方向及び波及効果としては、これまでに完

成した地下水センサーを用いて現場観測し、精度の確認

と実用化に向けて改良を行う。本研究は実験室レベルに

おけるセンサー開発に関しては十分に期待通りの成果を

あげていると考えられる。しかし、実際の地層処分が開

始されてからのことを考えると、長期安定型の非接触・

遠隔操作可能なセンシングシステムを構築した場合には

失敗が許されないため、十分な現地実証試験が必要であ

る。今後は地層処分場において予想される地質を想定し

たセンサーの測定範囲設定など、より現実的な問題をク

リアーしながらセンシングシステムの開発に努めたい。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光音響分光法、地下水センサー 

 

［研 究 題 目］地下深部岩盤初期応力の実測 

［研究代表者］長 秋雄（地圏資源環境研究部門 地質

バリア研究グループ） 

［研究担当者］長 秋雄、楠瀬勤一郎、国松 直 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、これまでの地下深部岩盤初期応力測定の

空白領域である地球科学的な静穏域（測地測量による地

殻変動量が少なく、地震活動も低調な地域）において、

深さ1000m 級の調査ボーリング孔を掘削し、各種岩盤

調査と水圧破砕法等による岩盤初期応力の測定を行う。

この調査孔での応力測定結果や既存応力測定データから、

国内の地下深部岩盤での応力状態、地質条件との相関、

応力値の地域性等を評価し、国内での応力値の深さ分布

をモデル化する。 

 平成15年度は、前年度までに深さ600m までの掘削・

岩盤調査・岩盤初期応力測定が終了していた調査ボーリ

ング孔を深さ750m まで増掘し、これまでと同様の岩盤

調査・岩盤初期応力測定等を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］岩盤応力 

 

［研 究 題 目］放射化コンクリート構造物の環境負荷解

体に関する研究 

［研究代表者］緒方 雄二（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］緒方 雄二、和田 有司、歌川 学、 

青木 一男、瀬戸 政宏 

［研 究 内 容］ 

 耐用年数に達する原子力発電施設の増加に伴い、その

解体処分を効率的に行うことが重要な課題となっている。

特に、生体遮へい構造物は放射能の漏洩防止のために、

従来の構造物と比較して堅固なコンクリート構造設計と

なっている。そこで、本研究では、この堅固な構造物の

解体を効率的かつ安全に実施するため、発破による高エ

ネルギーを利用した自動制御発破工法を開発し、人間へ

の曝露を 小に抑えることを目的とする。また、生体遮

蔽構造物は反応炉からの暴露状態により放射化の程度が

異なる。このため、環境への負荷を 小にするには、コ

ンクリート構造物を放射化の程度に応じて分別解体する

ことが必要である。 

 本年度は、モルタルブロック供試体を用いた解体実験

から成形爆薬を用いて起爆制御による亀裂進展制御実験

を実施した。また、亀裂進展に対する成形爆薬のライナ

ー材、ライナー角度等のパラメーターを検討した。さら

に、不連続変形法による数値シミュレーションの適用を

検討した。環境低負荷技術に関する研究では、成形爆薬

を用いたモルタルブロック供試体の解体時に発生する衝

撃振動を計測し、装薬量との関係を定量化し、起爆制御



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(543) 

法による振動制御技術を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］コンクリート構造物、解体 

 

［研 究 題 目］放射性廃棄物地層処分における岩石の長

期変形挙動解明と地層構造評価技術の開

発に関する研究 

［研究代表者］山口 勉（地圏資源環境研究部門）  

［研究担当者］山口 勉、相馬 宣和、及川 寧己、 

竹原 孝、歌川 学、西澤 修、 

中島 善人、内田 利弘、瀬戸 政宏 

［研 究 内 容］ 

 高レベル放射性廃棄物地層処分場においては、天然バ

リアとしての岩盤の長期的な遮蔽機能、安定性が重要で

あり、岩盤の長期的な力学的変形挙動の評価法の確立は

不可欠な課題である。岩盤の長期的変形挙動に関する研

究事例は少なく、特にニアフィールド環境で想定される

圧力、温度、地下水の存在等を考慮した条件での岩盤力

学データはほとんど存在しない。また、地圧や地下水の

流れを制御する地質構造や地層内亀裂等の地質条件、力

学条件を高精度で評価することも重要である。以上のよ

うなことをふまえて、本研究では(1)高温高圧下クリー

プ試験に基づく岩盤の長期変形挙動解明に関する研究と、

限定された数のボーリング孔から得る地下情報量の増大

手法として(2)ボーリング掘削音を利用した反射法など

による地層構造評価法、ならびに(3)岩石コアを用いる

地圧評価法の開発を行っている。 

 岩盤の長期変形挙動解明に関する研究については、本

年度は設定条件下での良質な実験データの蓄積を目的と

し、実験精度向上のため計測システムの改良および供試

体作成手順の検討を行い、高温・高圧クリープ実験と、

大気圧下での恒温・恒湿度環境下におけるクリープ実験

を同時に実施・比較できる体制を構築した。 

 ボーリング掘削音を利用した地層構造評価法について

は、鉱山内での AE/DRA 法のためのコア採取時に掘削

音観測を実施し基本的な解析を行った。また、室内実験

での模擬掘削音計測実験にも着手した。 

 岩石コアによる地下応力評価技術については、本年度

は鉱山の坑道底盤からの定方位堆積軟岩コアの採取（深

度約7～10m）に成功し、封圧環境下での AE/DRA 法

によって原位置3次元地下応力評価を行い既往値と比較

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］地層処分、岩石の長期変形、地層構造 

 

［研 究 題 目］放射性廃棄物処分施設の長期安定型セン

シング技術に関する研究 

［研究代表者］国松 直（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］神宮司元治、中山 紀夫 

［研 究 内 容］ 

 人工バリアの遮蔽機能や熱設計は、熱・水・応力およ

び化学物質の総合モデルによる評価が行われる。すなわ

ち、人工バリアの評価とは、人工バリアと周辺岩盤との

間の熱・水・応力および化学物質の変化がどのように挙

動するかを予測することにより行われる。放射性廃棄物

の監視技術では、これらの熱・水・応力および化学物質

の変化を中長期的に安定してセンシングできる技術を開

発することが必要である。本研究では、これらの目的に

対処できる長期安定型センシングシステムの開発および

その検証、評価を行う。 

(1) 光ファイバー熱物性量センサーを利用したセンシン

グ技術の開発 

 本年度は、光ファイバーを用いた熱物性量センサー

を屋外で使用する実験を行った。地表から貫入試験器

を用いてロッドを地中に打ち込み、そのロッドに熱物

性量センサーに挿入することにより地中の熱伝導率の

深度分布を計測した。 

(2) 比抵抗イメージング法による地下の温度および含水

率のセンシング技術の開発 

 昨年度開発した4端子対構成の高周波インピーダン

ス探査装置を用いて、含水率の異なるベントナイトの

温度とインピーダンスの関係について調べた。 

(3) 複合電極を用いた電気化学式センサーによる監視技

術の開発 

 前年度に引き続き複数の遷移金属イオンの水溶液を

用いて、電気化学式センサーの作動特性（金属イオン

検出下限濃度、出力電流の温度依存性及び使用可能温

度）の検討を行った。また、電気化学式センサー用補

助電極系（地中設置用基準電極等）の検討を行った。

また、各種材料の耐放射線に関する文献調査を行い、

適なセンサー構成材料の検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］放射性廃棄物処分施設、センシング技術 

 

［研 究 題 目］高レベル放射性廃棄物の地層処分用緩衝

材料の機能評価と高度化に関する研究 

［研究代表者］蝦名 武雄（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］小野寺嘉郎、蛯名 武雄、長瀬多加子、 

Chattopadhyay Abhijit 
［研 究 内 容］ 

 研究内容：本研究の目的は、高レベル放射性廃棄物の

地層処分システムにおける緩衝材候補材料の品質管理の

ための基礎資料を整備するとともに、緩衝材の機能高度

化のための高機能吸着材を開発することである。このた

め本研究では、産地の異なる種々のベントナイト試料を

収集し、それらの鉱物学的・結晶化学的特性と緩衝材に

求められる止水性や核種吸着性等の機能との相関関係を

明らかにし、ベントナイトの品質管理のためのデータベ

ースを構築する。またベントナイトの核種吸着機能を補

完・高度化するための高選択性無機イオン吸着材の開発
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を行なう。一方、結晶化学的な解析データ、核種の吸着

性及び計算機シミュレーションによる性能予測結果に基

づきベントナイト試料をスクリーニングし、緩衝材材料

として適したベントナイト種の選定及び合成緩衝材との

組み合わせ効果について検討を行う。 

 H15年度は簡便に測定できる粘土試料の特性値から止

水性を評価することを目的とし、2マイクロ粘土分率を

用いて市場に流通する種々のベントナイト試料の透水係

数を相関した結果、両者の関係を良好に表わす回帰式を

得た。次に種々のイオン交換粘土を調製し、交換性イオ

ンの違いが止水性に及ぼす効果を明らかにした。一方、

有害アニオン性核種に対する拡散抑止力の評価を目的に、

3元系複合水和酸化物の各種ヨウ素イオンに対する収着

挙動を検討し、当該複合水和酸化物がベントナイト吸着

機能の補完材料となり得ることを明らかにした。また当

グループの考案によるアルギネートマイクロカプセル化

法による多機能性マイクロカプセルによる放射性核種の

一括除去法の有効性を実証した。 

［分 野 名］原子力防災・安全基盤技術 

［キーワード］高レベル放射性廃棄物、地層処分、緩衝

材、機能評価、高度化 

 

［研 究 題 目］微視的数値解析手法による地層環境内の

物質拡散現象予測の高度化に関する研究 

［研究代表者］高田 尚樹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］三澤 雅樹 

［研 究 内 容］ 

 日本では近年、原子力発電による高レベル放射性廃棄

物の地層処分の安全評価において、地下水によって地下

処分場から地表に運ばれる放射性物質が人間に影響を及

ぼすシナリオが検討されている。そこで本研究では目的

を、地層のような微細で複雑な隙間を持つ物体内部の物

質拡散現象の解明と高精度予測のためのコンピュータシ

ミュレーション技術の開発としている。目標は、(1)マ

イクロフォーカス X 線 CT（μ-XCT）計測による地層

を模擬した複雑流路の構造計測と高い空間分解能（1000

分の1mm 精度）の検出器の開発、(2)複雑な構造物内

部での流体と界面の挙動の計算に 適な流体モデルと解

析コードの開発、である。 

 本年度はまず、μ-XCT 計測データを利用した砂岩内

部構造座標データ生成法を確立し、べレア砂岩の実測デ

ータから0.75mm×0.75mm×1mm の体積と隙間体積

率19.2%を持つ微細な多孔性物体の座標データを生成す

ることに成功した。次に、白浜・べレア・来待3砂岩に

対する水とグリセリン溶液の浸透速度を計測し、白浜砂

岩への浸透が も速いこと、速度は液体の粘性と砂岩表

面に対する濡れ方の性質で決まること、等を確認した。 

 さらに、前出の物体座標データと前年度開発した解析

コードを用いて、べレア砂岩内の水の流れのコンピュー

タシミュレーションを実施した。その結果、砂岩内では

水が流れにくい領域と高速に流れる領域が発生すること、

地下で砂岩が圧縮されて隙間が減少すると水の速度が増

加して移動経路が変化すること、等を確認した。また、

液体と固体表面の接触性を与える流体モデルを開発し、

固体面に付着する液滴のシミュレーションで良好な結果

が得られ、水と岩石表面の接触性を考慮した地下水流動

の数値解析が可能となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］原子力発電、地層処分、放射性廃棄物、

コンピュータシミュレーション 

 

［研 究 題 目］DNA マイクロアレイ技術を利用した放

射線及び放射線物質の影響評価に関する

研究 

［研究代表者］岩橋 均（ヒューマンストレスシグナル

研究センター） 

［研究担当者］岩橋 均、植村 浩 

［研 究 内 容］ 

 ウラン、トリウムや、実験等で使用される放射性同位

元素に細胞が被曝した際の影響情報や重粒子線、γ線、

β（ベータ）線、X（エックス）線、中性子線による照

射の影響情報を蓄積し、生体影響因子基盤情報として確

立する事を目標とする。すなわち、まず、化学的影響評

価、物理的影響評価に中心的に利用されてきた酵母細胞

を用いて、ウラン、トリウムの影響評価、ラジオアイソ

トープの影響評価を行う。 終的には、酵母細胞、ヒト

細胞、その他細胞について網羅的にマイクロアレイ解析

を行い、放射線影響を観察する。酵母細胞系においては、

マイクロアレイ解析の結果の確認と基盤情報をより詳細

にするために、重要遺伝子の詳細な発現解析や当該遺伝

子の破壊株に対する影響評価などを行い、影響メカニズ

ムを多角的に解析する。15年度には、γ線の影響評価、

トリウムの影響評価、メカニズム解析 Yeast deletion 
pool の利用について終了している。γ線の影響評価で

は、2Gy、4Gy ではタンパク質に関与する遺伝子群の動

きがよく似た挙動を示しているが、16Gy になるとエネ

ルギーに関する遺伝子が誘導されている事を明らかにし

た。トリウムの影響評価では、誘導された遺伝子では

RNA ポリメラーゼの転写因子 Zn(2)-Cys(6)に関与す

る遺伝子が も多く、C-compound and carbohydrate 
metabolism に分類される遺伝子では27遺伝子中3遺伝

子、nucleus に分類される遺伝子では42遺伝子中5遺伝

子が検出された。メカニズム解析 Yeast deletion pool
についてはその手法を確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA マイクロアレイ、放射線、放射線

物質 

 

［研 究 題 目］水素同位体混合系に対する水素吸蔵材料

の特性に関する研究 
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［研究代表者］林 繁信（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］小森 佳彦、秋葉 悦男、榎 浩利、 

中村優美子 

［研 究 内 容］ 

 原子炉及び核融合炉で発生する水素およびその同位体

を捕集し、かつ同位体分離するための先端的高機能材料

の創製に関する基礎研究を行う。具体的には、水素同位

体（軽元素、重水素）が混合した系に対する水素吸蔵材

料の特性についての基礎データの取得を行い、水素吸蔵

材料を用いた水素同位体取り扱い技術の確立に貢献する。 

 水素同位体が混在することによる、結晶構造の変化、

水素のサイトや拡散挙動の変化などをミクロなレベルで

調べるとともに、水素吸蔵特性や吸放出速度などのマク

ロな特性の変化についても調べ、相互の関連について検

討を行う。これらの結果を基にして、水素吸蔵材料を用

いた水素同位体分離材料の設計指針を提示する。 

 平成15年度は、Ti-V 系合金において軽水素／重水素

についてのもっとも大きな同位体効果が観測されたバナ

ジウムについて、その重水素化物における結晶構造、重

水素のサイトや拡散挙動が全重水素濃度に対してどのよ

うに変化するかの検討を行った。その結果、重水素濃度

によって、結晶構造が体心立方（bcc）構造から体心正

方（bct）構造、さらには bcc 構造と変化し、重水素の

サイトは bct 構造では八面体（O）サイト、bcc 構造で

は四面体（T）サイトに変化した。軽水素化物の場合に

O サイトを占め bct 構造を示すのとは異なる挙動を示し

た。重水素拡散は軽水素拡散と同じように O サイトよ

り T サイトの方が速かった。一方、拡散の同位体効果

が水素濃度によって逆転する現象が観測された。水素同

位体分離材料を設計するためには、水素の占めるサイト

や拡散挙動について充分検討しておく必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素吸蔵材料、同位体効果 

 

［研 究 題 目］高密度マルチスケール計算技術の研究 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］関口 智嗣、横川三津夫、田中 良夫、 

中田 秀基、建部 修見、西川 武志、 

首藤 一幸、山本 直孝 

［研 究 内 容］ 

 中性子脆化や残留応力による材料劣化を計算科学的手

法により機構解明するための計算機利用技術を研究開発

する。ここではメソスケール（100から1μｍ程度）の物

質挙動を対象として、ミクロスケールとマクロスケール

の両方からのアプローチをモデル化し、計算科学的手法

により解明する。計算技術的な観点からみると、それぞ

れのアプローチで実行に用いられる高性能化技術は異な

っており、単純には統合することが出来ない。このため

クラスタ技術による並列化に基づく高性能の獲得とさら

に複数のモデルを同時に高速に実行するためのシステム

の導入を図り、高密度な演算能力を持つクラスタコンピ

ューティング高性能化技術を開発する。 

 マルチスケール計算基盤の整備の一環として、グリッ

ド環境を利用した問題解決環境（PSE：Problem Solving 
Environment）を容易に構築するためのツール Grid 
PSE Builder を用いて量子化学グリッドやつくば WAN
を利用した熱流体シミュレーション環境のためのグリッ

ドポータルを改良した。また、PC クラスタシステム上

に並列分子動力学法ライブラリ（MD ステンシル）を、

遠隔地の計算機システム上にシミュレーション可視化シ

ステムを利用する環境をそれぞれ構築し、Web クライ

アントを介して分子動力学シミュレーションが出来るポ

ータルサイトを開発した。さらに、金属における照射硬

化現象シミュレーションを行い、構築したポータルサイ

トの利便性を検証した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］グリッドポータル、マルチスケール計算

基盤 

 

－海洋開発及地球科学技術調査研究促進費－ 

［研 究 題 目］地球環境遠隔探査技術等調査研究委託費

（低消費電力型サブミリ波分光放射計に

関する研究） 

［研究代表者］神代 暁（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］神代 暁 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、中層大気（成層圏）中でのオゾン層破壊ガ

ス分子（ClOx、HOx、NOx 等）の濃度分布を、人工衛

星上から地球的規模で計測するためのサブミリ波帯低雑

音受信器の開発を目的とし、消費電力・占有体積・重量

等、搭載機器への制約の強い人工衛星上での多チャンネ

ル化が有利な超伝導集積型受信器の設計・作製・特性評

価を内容とする。 

 H15年度は、アンテナ、ミキサ、局部発振器、結合回

路、出力フィルタを1チップ上に実現した集積化受信器

の設計・試作を行ない、受信器性能指数として も重要

な受信器雑音温度と、アンテナ・ミキサ間の結合効率を

評価した。その結果、0.91THz において691K（量子限

界の15.7倍）の受信器雑音温度と、中心周波数0.87THz
に対して3dB 帯域幅0.37THz（比帯域43%）の広帯域応

答性を実証した。また、受信器周波数分解能を律速する

局部発振器の発振線幅（周波数ゆらぎ）評価装置を立ち

上げた。その際、発振線幅の測定値が、室温系にて重畳

する外来雑音に支配されることを見出した。この外来雑

音を有効に除去するローパスフィルタを考案し、その効

果を実証した。改善後の発振線幅測定系に、外部半導体

回路によるフェーズロック動作を試み、自走発振時に

4.5MHz あった線幅を、スペクトルアナライザの周波

数分解能である300kHz 以下に狭窄化することに成功し

た。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］サブミリ波、超伝導集積型受信器、ミキ

サ、局部発振器、フェーズロック動作 

 

［研 究 題 目］地球環境遠隔探査技術等調査研究委託費

（将来型衛星による災害監視情報の高度

複合システムに関する研究） 

［研究代表者］古宇田亮一（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］古宇田亮一、村上 裕 （職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 災害軽減に衛星データを有効活用できる機動的な公開

複合システムに用いることができ、利用者要求に柔軟に

応えることが可能な位置精度向上等で衛星センサパラメ

ータを検討した。衛星画像を地すべり変動監視に応用す

る際の地すべり地形分布図との適合性の検証を行なった。

分解能の異なる2種類の衛星データを用いて、静岡県、

山梨県などの地すべり地形分布図との重ね合わせの誤差

検証を行なったところ、既存の分布図とは 大30m 程

の誤差が生じることが明らかとなった。この誤差は、分

解能30m のランドサット TM 画像の誤差と同程度で、

必ずしも分解能向上による寄与はうかがえない。一方、

位置補正を高精度化した TM 画像の破砕帯抽出結果に

より、八幡平地すべり地域の断裂系と地すべり地形分布

を重ね合わせて、短波長赤外における分布の違いとグル

ープ分けにより北北西方向の走向傾向と、約150m 以上

の長さのリニアメントの分布が明らかになった。これら

の結果を組み合わせると、地すべりの大きさの単位とし

て約150m 以上の構造を考慮すべきという新しい課題が

生じた。この原因は更に解析する必要がある。又、解析

過程で、将来型衛星のセンサパラメータとして重視すべ

きは、TM 画像なみの高信号レンジと複数の短波長赤外

スペクトルについて検討すべきとの初期見通しを得た。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］将来型衛星、リモートセンシング、地質

構造、高度複合システム 

 

－文部科学省関係機関からの受託－ 

［研 究 題 目］地下水の収支・循環機構解明のためのモ

ニタリングと地下水循環モデルの構築 

［研究代表者］石井 武政（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］石井 武政、田口 雄作、内田 洋平、 

玉生 志郎、村岡 洋文、佐脇 貴幸、 

湯本 学、阿部 正洋、浦井 稔、 

松岡 憲知、池田 敦、末吉 哲雄、 

西岡 哲 他5名 

［研 究 内 容］ 

 「アジアモンスーン地域における人工・自然改変に伴

う水資源変化予測モデルの開発」の中で、産総研は「黄

河領域の地下水循環モデルの構築と地下水資源の将来予

測」の項目を担当し、幾つかのサブテーマを設けている。

それぞれの研究成果の概要を以下に記す。 

サブテーマ１：凍土の凍結・融解に関する実データの取

得 

 黄河源流域における永久凍土の存在は地下水流動に大

きく影響すると考えられる。平成15年度においては、8

月中旬に青海省国道214号沿い（黄河源流域）の地形・

地質状況を調べ、弾性波探査（屈折法）、地表面温度連

続観測のためのデータロガー設置を行った。 

サブテーマ２：地下水の収支・流動に関するモニタリン

グおよび水質・同位体分析 

 地下水位、一般水質組成、酸素・水素安定同位体比、

地下温度プロファイルの4種類の情報を複合して水文調

査に用いる「マルチトレーサー手法」を適用して、黄河

領域内の広域地下水流動システムを明らかにすることを

目的とする。平成15年度の現地調査では青海省等におい

て、長期連続モニタリングのための水位計を設置し、同

時に、黄河下流域の41地点において地下水と河川水のサ

ンプリングを行い、分析を実施した。 

サブテーマ３：帯水層区分および地質構造の解析 

 平成15年度は、石家庄の水文地質環境地質研究所を訪

問し、華北全体の水事情について情報収集を行った。一

方、北京の中国石油勘探開発研究院への訪問を通じて、

黄河中流域の水事情について情報を収集した。これらの

ほかに、黄河流域の地下水流動シミュレーションのため、

地層の浸透率区分案を提案するとともに、浸透率の深度

依存性を考慮して、浸透率決定のアルゴリズムを作成し

た。 

サブテーマ４：黄河流域の植生変化の解析 

 千葉大学が公開している NDVI データセットを用い

て黄河流域の20年間の NDVI 平年値、NDVI 変化アニ

メーションおよび NDVI の平年値からの残差アニメー

ションを作成した。NDVI 残差アニメーションから黄河

の氾濫に関連すると思われる NDVI の低下が見られた。 

サブテーマ５：地下水循環モデルの構築とシミュレーシ

ョン 

 本研究では、地表水と地下水を同時に考慮し、かつ、

水循環システムを構成する様々な要因を集約させた包括

的な水循環シミュレーション（GETFLOWS）により、

黄河全領域の三次元水理地質構造モデル（Ver.1）を構

築し、降水分布、土地利用分布等の地域性を勘案した全

領域水循環シミュレーションを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地下水、循環、黄河 

 

［研 究 題 目］糖ヌクレオチド代謝回路関連酵素群 

［研究代表者］地神 芳文（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］千葉 靖典、久保田智巳、渡辺 明子、

喜多島 敏彦、仲山 賢一、新間 陽一、

横尾 岳彦 

［研 究 内 容］ 
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 酵母の糖鎖修飾における糖ヌクレオチド代謝回路関連

遺伝子産物などの大量発現系の構築と、精製・結晶化お

よび結晶構造解析を検討している。今年度は新たに出芽

酵母の Ynd1p について単結晶を単離し、X 線回折強度

データ収集を完了した。また Och1p については、従来

の糖転移酵素活性と異なる新規の糖転移酵素活性を見い

だし、詳細について検討を行なった。分裂酵母の

Och1p については、膜貫通領域を除いた可溶型蛋白質

を P. pastoris で大量発現させ精製する系を確立した。

しかし発現させた蛋白質が非常に不安定で結晶の作成が

困難であった。そこで膜貫通領域からさらに27アミノ酸

残基除いた Och1p 発現株を新たに構築した。この発現

株からは非常に安定な Och1p を得ることができた。ま

た分裂酵母のガラクトース転移酵素である Gma12p に

ついても結晶構造解析に取り組んでいる。他と同様膜貫

通領域を除いた可溶型 Gma12p を P. pastoris で分泌さ

せるような発現系を構築した。発現させた Gma12p は

活性を有することが確認できた。またマンノースリン酸

転移酵素であると考えられる Mnn6p とその制御因子で

あるといわれている Mnn4p についても同様の手法で構

造解析を試みている。Gda1p、Mnn6p は結晶化まで完

了した。Mnn4p は大量発現系の構築まで完了した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］結晶構造解析、糖転移酵素、酵母 

 

［研 究 題 目］遺伝子情報解析に関する研究 

［研究代表者］河原林 裕（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］河原林 裕：非常勤 辻村 昌也、 

張 子蓮、阿久津純一、中野 新太 

［研 究 内 容］ 

 目標：様々なタンパク質の形を決めようというタンパ

ク3000プロジェクトに貢献するため、形を決めるのに都

合の良い、安定性が高く（80℃でも形が変わらない）、

熱に強いタンパク質を出来るだけ多く大腸菌に作らせる。 

 研究計画：温泉から発見され、80℃程度の温度を も

好む微生物には約2800の遺伝子らしい領域が見つかって

いるので、この微生物が生きていくのに重要そうな遺伝

子を選択して、この遺伝子から目的とするタンパク質を

大腸菌内で作らせる。元と同じように熱に強い性質を有

するタンパク質が十分量得られたら、それらをタンパク

3000プロジェクト内のタンパク質の形を解明するグルー

プに提供する。また、その内の幾つかに関しては、その

働きについても確認を行う。 

 年度進捗状況：本年度は、80℃程度の温度を も好む

微生物について、約100個の遺伝子を対象に大腸菌で作

らせる事を試みた。大腸菌の中で作られたタンパク質の

状態や熱に強い性質を保持しているかの確認を進めた。

その結果、約半数のタンパク質は熱に強い事が判った。

さらに、前年度から引き続き行っていたタンパク質の解

析を進め、熱に大変強く、80℃でも働くだけでなく、予

想外の物質を変化させる事が出来ることなどが判明した。

その成果は、産総研から特許の申請を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］耐熱性タンパク質、超好熱古細菌、ゲノ

ム情報、組換え発現 

 

［研 究 題 目］グリッド MPI システム開発 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 

［研究担当者］松田 元彦 

［研 究 内 容］ 

 本研究では高速ネットワークで接続されたグリッド資

源を相互に連携させて効率良く容易に利用するためのグ

リッド基盤ミドルウェアの一つであるグリッド MPI を

開発する。 

 今年度は、広域ネットワークの通信に IMPI 仕様プロ

トコルを利用する MPI-1仕様に完全準拠の GridMPI 
ver 0.1を開発し、公開した。TCP/IP プロトコルのグ

リッド向け実装としては、Linux 上の TCP/IP プロト

コルの既存実装について大遅延環境での詳細な評価を行

い、GridMPI の挙動改善を行った。また、広域ネット

ワークトポロジを考慮する通信、チェックポイント機能、

メタ・スケジューラ対応に関して基本検討を行い、今後

の改良点を明らかにした。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］広域ネットワーク、通信 

 

［研 究 題 目］統合ナノシミュレーションシステムの研

究開発ナノ複合系設計の研究開発 

［研究代表者］三上 益弘、寺倉 清之（計算科学研究

部門） 

［研究担当者］三上 益弘、篠田 渉、森下 徹也、 

尾崎 泰助、森川 良忠、土田 英二、 

小谷 岳生（大阪大学）、寺倉 清之、 

小林 伸彦、中西 毅、橋本 保、 

大脇 創、Aryasetiawan, Ferdi、 

浅井 美博、池庄司民夫、石橋 章司、 

手塚 明、西村 憲治、石田 浩（日本

大学）、大淵 真理（富士通）、 

広瀬 賢二（NEC）、宮本 良之（NEC）、

杉野 修（東京大学）、矢花 一浩（筑

波大学）、信定 克幸（北海道大学）、 

小山 敏幸（物材機構）、加賀爪明子 

（日立）、佐々木直哉（日立）、 

毛利 哲雄（北海道大学）） 

［研 究 内 容］ 

 統合ナノシミュレーションシステムの研究開発 

 本課題では、非経験的分子軌道法、密度汎関数法、分

子動力学法、統計力学プログラムなどのナノシミュレー

タの統合方法に関する研究を行い、ナノサイエンス・ナ

ノテクノロジー分野の研究に広く利用できる統合ナノシ
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ミュレーションシステムの開発を行うことをも目的とす

る。平成15年度は、統合ナノシミュレーションシステム

に関する下記の研究開発を実施した。 

 非経験的分子軌道法：UTChem、密度汎関数法：

OpenMX、有限要素密度汎関数法：FEMTECK、分子

動力学法：MPDyn を対象にして、入出力データ形式の

調査研究を行い、統合ナノシミュレーションシステムの

統合データ形式の概念設計とシステム設計を実施した。

また、統合ナノシミュレーションシステム GUI の概念

設計とシステム設計を行った。 

 ナノ複合系設計の研究開発 

 本課題では、量子細線、量子ドット、相分離型合金系

のナノサイズドメイン、などの個々の素材の安定性、形

成過程、および物性の解析を進めるとともに、それらの

素材を組み合わせたものや基板に埋め込まれた複合系の

機能（伝導、光応答、磁性など）の予測を可能とするた

めに、方法論開発、プログラム開発を行うことを目的と

する。 

平成15年度は、下記の研究開発を実施した。 

(1) 第一原理電子状態計算（主として、FMO 法と第一

原理リカージョン法）の効率化と高機能化の研究を実

施した。 

(2)複合系量子伝導現象の第一原理計算手法（主として、

半無限固体の扱いとリカージョン伝達法）の高機能化

の研究を実施した。 

(3) 光応答と電子励起による反応制御のための時間依存

密度汎関数法を開発した。具体的には交換相関核の非

局所理論の開発と、カーボンナノチューブなどを対象

としての光応答理論手法の検証を実施した。 

(4) Phase-Field 法をナノ組織化材料を扱えるように拡

張した。また、実用材料を対象としてその検証を行っ

た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノシミュレーション、第一原理電子状

態計算、分子シミュレーション、ナノ材

料 

 

［研 究 題 目］高温金属溶融物性に関する文献データの

検証及び取得物性データのデータベース

化 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 英幸、山田 修史、竹歳 尚之、 

阿子島めぐみ 

［研 究 内 容］ 

 純鉄、ステンレス鋼（SUS304）、鉄鋼（SM490）、の

3種類の材料について固相における比熱容量、熱拡散率、

密度、熱膨張率、熱伝導率を、室温から1000K 以上の

温度範囲まで実測（密度については室温の密度と熱膨張

率により算出、熱伝導率については比熱容量、熱拡散率、

密度より算出）した。また、NEDO プロジェクト「溶

接技術の高度化による高効率・高信頼性溶接技術の開

発」において測定・収集された下記高温金属溶融物性デ

ータを「分散型熱物性データベース」へ収録した。さら

に、「鉄鋼材料の物性調査」に記載された文献物性デー

タを「分散型熱物性データベース」に収録した。 

［分 野 名］標準、ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高温金属、溶融、熱物性、データベース 

 

［研 究 題 目］結晶化に関する研究 

［研究代表者］安宅 光雄（人間系特別研究体） 

［研究担当者］安宅 光雄 

［研 究 内 容］ 

 プロジェクト全体としては、本年度から5年間でタン

パク質の新規で基本的な構造3000種類を決定しようと文

部科学省が推進する「タンパク3000」計画である。その

中で「個別的解析プログラム」の「代謝系」に参加し、

とくに「結晶化」というテーマを委託されている。この

テーマとしては、結晶の品質向上を図れる手段を明らか

にすることが目標である。本年度は常磁性塩を結晶化剤

として磁場中で作った卵白リゾチーム結晶が、一定の高

品質を有していることを踏まえ、そのような結晶中の常

磁性イオンの位置を結晶構造解析で明らかにした。プロ

ジェクト参加者全員が共有する全体目標である超耐熱性

タンパク質の新規構造決定については、Aeropyrum 
pernix 由来のシステイン合成酵素の野生型の結晶化を

行って論文発表した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、タンパク質立体構造、構造

生物、超耐熱性、結晶成長 

 

［研 究 題 目］固体・ガス状試料の安全性評価システム

の開発のうち埋立処分に伴う溶出実験に

よる安全性等 

［研究代表者］川幡 穂高（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高、竹内 美緒、鈴木 淳 

［研 究 内 容］ 

 都市や地域から排出される一般、産業廃棄物、バイオ

マスについて無害化処理と再資源化を図る技術開発が実

施される。この際、とくに建設廃棄物中に含有される有

害物質が、ガスや灰として環境中に曝露される可能性が

あり、この新技術の普及、促進のために、安全性をあわ

せて評価することは必須となる。ここでは、灰から溶出

しうる重金属類による環境中のバクテリア等への曝露影

響評価による安全性評価ツールの開発を行うことが研究

目的である。 

 15年度年度は実際の焼却施設から生じた4種類の灰試

料（灰試料の由来は3A が木材チップ、3B が下水汚泥、

3C が都市廃棄物、3D がプラスチック）を用いて実験を

行なった。なお、灰溶出液は環境省告示13号に基づいて

作成された。好気性従属栄養細菌に対する影響評価では、
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従属栄養細菌培地（ペプトン0.5g、イーストエキス

0.1g、EDTA 鉄0.1g、950ml 蒸留水＋50ml 海水、0.5% 
agar）をベースとした。従属栄養細菌培地に灰溶出液

を0-50%の濃度で混合した。この際、培地の pH は灰溶

出液の添加により増加する場合が多かったため、いずれ

も7.5-7.8になるように調整した。土壌試料を添加し、

室温で培養した後増殖してくる好気性従属栄養細菌数を

計数した。 

 好気性従属栄養細菌の増殖をモニターし、得られた増

殖曲線と培養終了後のコロニー数を、混合率毎に比較し

た。その結果、いずれの灰溶出液も培地との混合により、

従属栄養細菌に対する毒性（増殖抑制作用）を示し、中

でも3C の毒性が高いことが示された。これらの灰試料

の溶出液の分析結果から Ca、Sr、Si、Sn、Ni、Pb、
Na、Sb、Se、As などが他の試料と比べて高いことが

明らかになっている。今回、各試料の pH は統一させた

ことから、pH による毒性ではなく、なんらかの溶存成

分による毒性であると考えられる。また、ヒ素について

同様に土壌中の好気性従属栄養細菌に対する影響を調べ

た結果、ヒ素では5ppm の濃度では増殖促進効果があり、

50ppm では明らかな影響はなく、250ppm 以上では増

殖抑制作用がみられた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］産業廃棄物、焼却灰、副生成物、微生物、

溶出、金属、安全性評価、好気性従属栄

養細菌、環境省告示13号、pH、循環型

社会形成 

 

［研 究 題 目］タンパク質の個別プログラム「転写・翻

訳」 

［中 項 目 名］遺伝子発現制御に関する研究  

［研究代表者］田村 具博 

（ゲノムファクトリー研究部門） 

［研究担当者］田村 具博、中島 信孝、三谷 恭雄、 

金 完燮、鳥谷部哲也、影井亜貴子 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 放線菌の一種であるロドコッカス属細菌を宿主とした

組換えタンパク質生産系を利用して、構造解析に要求さ

れるタンパク質の生産量、回収率の効率化や質を高める

ためのシステム及び技術開発を行う。 

研究計画： 

 微生物由来（主に古細菌 Thermoplasma acidophilum
や放線菌 Streptomyces coelicolor）の転写・翻訳関連分

子を中心に200以上の遺伝子についてロドコッカス属細

菌を宿主とした発現ベクターを構築する。同時に、タン

パク質生産性の効率化に向けて、発現ベクターに組込む

プロモーターの開発を行う。更に、大腸菌を宿主として

100種以上の組換えタンパク質生産を行い、それぞれに

ついて結晶構造解析を開始する。 

年度進捗状況： 

 組換えタンパク質として生産が困難であった古細菌

Pyrococcus horikoshii 由来遺伝子群について、T. 
acidophilum のゲノムより相同タンパク質をコードする

遺伝子を検索しそれぞれについて発現系を構築した。約

70種の各遺伝子を大腸菌で発現すると約6割が大量生産

可能であり、それぞれについて構造解析を開始し、11種

について結晶が得られた。また P. horikoshii 由来タン

パク質については2種のタンパク質について構造を決定

した（北海道大学と共同研究）。ロドコッカス属細胞を

宿主とした発現系を構築するために、S. coelicolor 由来

遺伝子を選択し(約270種)、誘導型発現ベクターへの組

込みを開始した。H15年度末現在、全標的遺伝子の約8

割の遺伝子についてベクター構築が完了した。また、ロ

ドコッカス属細菌より単離した TipA プロモーターは、

これまで使用していた Streptomyces 族細菌由来 TipA
プロモーターよりも発現効率を高める事に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組換えタンパク質、発現系、放線菌 

 

③【環境省】 

－公害防止等試験研究費－ 

［研 究 題 目］都市気候・エネルギー連成モデルによる

ヒートアイランド対策の総合評価に関す

る研究 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理研究部門） 

玄地 裕（ライフサイクルアセスメント

研究センター） 

［研究担当者］吉門 洋（化学物質リスク管理研究セン

ター）、玄地 裕、大橋 唯太（ライフ

サイクルアセスメント研究センター）、

亀卦川幸浩（（株）富士総合研究所）） 

［研 究 内 容］ 

 大都市における夏季のエネルギー需要は、年々増加傾

向にある。またビルや住宅地における電力エネルギーの

使用量は日 高気温とよい相関がある。エネルギーシス

テムや冷房システムからの廃熱は外気の気温を上昇させ

るためにさらにエネルギー需要を増加させる。一方で冬

季にはヒートアイランド効果により都市では暖房エネル

ギーが節約できているとも言われる。夏季の大都市にお

ける高温化対策として、屋上緑化、地域冷暖房システム

の導入、壁面の白色化、分散型エネルギーシステムの導

入等の各種対策が考えられている。これらの対策の導入

の効果は、これらを導入する地域の都市構造・街区構造

に大きく依存する。また、対策の導入にあたっては数十

年にわたるコスト（ライフサイクルコスト:LCC）やト

ータルで排出される二酸化炭素量（ライフサイクル

CO2:LCCO2）などについても考慮し、冬季も含めたト

ータルの意味でその地域に 適な対策を導入する必要が

ある。 
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 このような複雑な都市のヒートアイランドとエネルギ

ー需要の関係について、マルチスケールの都市気候モデ

ルとエネルギー需要モデルを連成させ、さらに LCC、

LCCO2も考慮して各種対策技術を評価できる手法を開

発し、都市の快適環境の回復やエネルギー需要の削減に

も効果的な対策を構築することに資することをめざす。

今年度は、対策技術の通年にわたる評価を念頭に置いて

冬季に都内で観測を行い、モデルの検証を行った。また

ビルエネルギーモデル（BEM）と都市キャノピーモデ

ル（CM）を連成して長時間積分を実施した。平成16年

3月末にヒートアイランド対策大綱が決定され、具体的

なヒートアイランド対策の実施に対する指針の検討が進

みつつある。大綱の中で、人工排熱の低減、地表面被覆

の改善、都市形態の改善、ライフスタイルの改善の4つ

がヒートアイランド対策として推進すべきとされた。本

年度の研究では、各種ヒートアイランド対策がエネルギ

ーやライフサイクルアセスメントの面から、通年あるい

は長期間で考えてどのように評価されるかという観点で

各種評価の技術開発を行った。この結果、まだ予備的な

結論であるが、夏季の高温化対策としては大きな効果が

あるものの、通年では増エネルギーの可能性を持つ対策

技術をふるい分けることができることを示した。今後は、

各モデルの精度向上を図り、各種対策技術に対する評価

を行っていく。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ヒートアイランド、ヒートアイランド対

策技術、都市気候モデル、都市キャノピ

ーモデル、ビルエネルギーモデル、ライ

フサイクルアセスメント、ライフサイク

ル CO2、省エネルギー 

 

［研 究 題 目］生分解性プラスチックの適正使用のため

の分解菌データベース作成に関する研究 

［研究代表者］相羽 誠一（人間系特別研究体 グリー

ンバイオ研究グループ） 

［研究担当者］常盤 豊、中山 敦好、山野 尚子、 

川崎 典起、土井 明夫、平栗 洋一、 

山本 襄、山下 桂子、伊田小百合  

［研 究 内 容］ 

 プラスチック廃棄物問題の解決に向けて生分解性プラ

スチックを普及させることを目的に、土壌特性解明、土

壌中のプラスチック分解菌の分離、同定、分解挙動解明、

そして分解菌データベース作成の研究を行う。本年度は

42の公設試の協力のもと、全国55カ所の土壌を取り寄せ、

有機物含有量などのキャラクタリゼーション、保水率、

同一環境条件下での有機物分解活性などを調べた。現在

上市されている生分解性プラスチックとしてセルグリー

ン（PCL）、バイオポール（PHB）の2種類を対象に分

解菌を定量的に評価し、分解活性の強い菌を単離・同定

し、分解機構を調べた。その結果、分解菌数と土壌環境

分解性には正の相関が見いだされたが、他の因子として

含水率等の物理的、化学的因子も関与し、総合的な評価

が重要であることがわかった。分解微生物はビオノーレ

（PBSA）の場合は一般微生物総数の数%程度検出され

たが、PHB ではかなりその数は多く、10%程度検出さ

れる土壌も多数あった。その一方で、PBSA と分解挙動

の似ている PCL の分解菌数は PBSA と同程度であった。

また、土壌から分離した好熱菌は培養3日間で PHB 粉

末を完全に分解するとともに、PCL、ポリエチレンサ

クシネート（PES）、ポリブチレンサクシネート

（PBS）およびポリエステルカーボネート（PEC）を

も分解した。なお、この研究は11機関の公設試と委託研

究及び共同研究の契約のもとで実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］生分解性プラスチック、分解微生物、分

解挙動、土壌特性 

 

［研 究 題 目］有害大気汚染物質・揮発性有機化合物の

高効率・簡易型処理システムに関する研

究 

［研究代表者］尾形 敦（環境管理研究部門） 

［研究担当者］金 賢夏、小林 悟、二タ村 森、 

小渕 存、内澤 潤子、難波 哲哉、 

指宿 堯嗣 

［研 究 内 容］ 

 大気中に放出された揮発性有機化合物（VOCs）は、

それ自身の毒性並びに後続する化学反応で粒子状物質

（SPM）、光化学オゾンを形成する等、健康被害や環境

汚染の原因物質となっている。排出源別では移動発生源

に比べ圧倒的に固定発生源からの排出量が多い。その中

でも大手企業の90%以上は除害装置が設置されているの

に対し、中小の零細企業では導入コストや装置の大きさ

などから適当な除去システムの導入が進んでいない。本

研究では、中小の事業所でも取り扱える小型で安価な

VOCs 分解除去装置の開発を目指し、排ガス条件によら

ない高効率の分解除去システムの構築を図る。 

 H15年度は、特殊反応場を用いた分解法における操作

条件の 適化、並びに触媒を利用した有害物質分解の検

討を行った。 

 前者については、ベンゼンの分解反応を対象に種々の

放電方式の低温プラズマ反応器、及び触媒を複合化させ

たプラズマ反応器について比較、検討を行った。その結

果、プラズマ駆動触媒反応器が有望であることが明らか

になるとともに、各種反応条件の詳細な検討から、さら

に性能を向上させるための反応器設計指針を得た。ただ

し、吸着剤の改良、探索については、多くの材料を対象

にスクリーニングを行ったが適当なものを見出せなかっ

た。 

 後者については、体積当たりの伝熱面積が極めて大き

い次世代型触媒反応器を試作し、性能評価を行った。そ
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の結果、熱回収率約84%を実現し、自己反応熱で種々の

有機ガスが触媒燃焼により分解しつづけることができる

限界濃度として、約250ppm という低濃度レベルを達成

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］プラズマ、VOC、触媒、分解、燃焼 

 

［研 究 題 目］動的磁気特性を利用した排ガス処理技術

の開発に関する研究 

［研究代表者］菊川 伸行（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］小菅 勝典、竹森 信、小林 悟、 

菅澤 正己 

［研 究 内 容］ 

 VOC 等有害大気汚染物質の排出抑制に資するため、

磁性を有する多孔性材料を開発し、その動的磁気特性等

を利用した新たな手法に基づく排ガス処理技術の開発を

めざした研究を行う。 

 平成15年度は 終年度としてこれまでの成果を総合し

た簡易型排ガス処理装置のプロトタイプの提案をめざし

て研究を進めた。合成した種々の磁性多孔体の吸着等温

線等の評価とその結果に基づく改良を経て、実用化に

速な吸着剤を選定し、プロトタイプの要素実験に必要な

100g オーダーの吸着剤を合成した。高周波磁気加熱脱

着においては、磁場コイルの大口径化を行い、これによ

る磁性吸着剤の発熱挙動を把握した上で模擬 VOC を用

いた吸着・磁気加熱脱着実験を遂行し、大口径であって

も一様加熱ができること、及び磁気加熱脱着による

VOC 回収が可能であることを明らかにした。マイクロ

波加熱脱着では、吸着脱離試験を行い、推定通り脱離が

迅速に起こること、理想的な条件では90%以上の収率で

液体として回収できることを確認した。また、電磁場加

熱を効率よく成立させるために必須である冷却回収の新

手法を考案し、システム全体としての有効性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］VOC、マイクロ波、高周波、吸着回収、 

磁性 

 

［研 究 題 目］軽油の酸化的超深度脱硫に関する研究 

［研究代表者］矢津 一正（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］矢津 一正、古屋 武、山本 佳孝、 

牧野 三則 

［研 究 内 容］ 

1) 目標 

 ディーゼル車から排出される窒素酸化物および粒子

状物質を低減することを目標として、軽油中の難分解

性硫黄化合物（ジベンゾチオフェン（DBT）類）を

選択的に除去できる酸化的脱硫技術を確立し、硫黄分

を1ppm 以下に削減できる経済的で効率的な酸化的超

深度脱硫プロセスを提案する。 

2) 研究計画 

 本研究では、軽油中に含まれるアルキル化 DBT 類

を選択的に酸化・除去できる軽油の酸化的超深度脱硫

技術の開発を目的として、DBT 類の選択的酸化法の

開発、酸化活性ならびに安定性向上、軽油含有成分へ

の影響把握、および、酸化的超深度脱硫処理の効率化

に関する研究を実施する。 

3) 年度進捗状況 

 酸化剤として過酸化水素/12-タングストリン酸

（TPA）系を用いる有機二相系中での軽油の酸化脱硫

法について検討を行った。モデル軽油として DBT 類

のテトラデカン溶液を用いた場合には、極性溶媒とし

て酢酸を用いた場合においても、アセトニトリルの場

合と同様に、有機二相系を形成し、過酸化水素/TPA

系による酸化反応により、モデル軽油中の DBT 類を速

やかに酸化・除去できることがわかった。この極性溶

媒として酢酸を用いる有機二相系中での酸化脱硫法は、

市販軽油の酸化脱硫においても有効に作用し、軽油中

の硫黄分を大幅に低減できることがわかった。酸化処

理と抽出処理を組み合わせることにより、軽油中の硫

黄分を5ppm 以下まで低減できることを明らかにした。 

 酸化触媒である TPA の固定化について検討を行っ

た結果、TPA はイオン交換法により簡便に陰イオン

交換樹脂上に固定化でき、固定化触媒として有効に作

用することがわかった。また、過酸化水素/TPA 系に

よる酸化反応の炭化水素類への影響について検討を行

った結果、DBT 類と同様に、多環芳香族類も酸化可

能であるが、それらの酸化反応性は、DBT 類に比べ

て、かなり低いことがわかった。 

 さらに、連続式酸化脱硫装置を、液-液向流抽出装

置を流通式反応器として応用することにより試作した。

連続式酸化装置の試運転は、モデル軽油を用いて行い、

過酸化水素/TPA 系による酸化脱硫が可能であること

を明らかにした。さらに、市販軽油の酸化脱硫を試み、

軽油中のアルキル化 DBT 類の消失を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］軽油、酸化脱硫、ジベンゾチオフェン、

4、6-ジメチルジベンゾチオフェン、酸

化剤酸化、過酸化水素、タングストリン

酸、酢酸 

 

［研 究 題 目］自動車由来有害大気汚染物質の光分解除

去に関する研究 

［研究代表者］松沢 貞夫（環境管理研究部門）  

［研究担当者］松沢 貞夫、根岸 信彰、佐野 泰三 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車由来の揮発性有機化合物（VOC）及び粒子状

物質（PM 中）の有害物質を無害化するため、光触媒を

用いた沿道での太陽光利用浄化（パッシブ浄化）及び道

路排水系への適用も考慮した人工光源利用浄化（アクテ
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ィブ浄化）技術の開発を目指す。光触媒としては、二酸

化チタン（TiO2）又は改良や新規合成法で得られたチ

タン系のものを用いる。研究では、有害化学物質の光及

び光触媒分解性評価、沿道で有害化学物質を除去する際

に必要な高性能光触媒材料の開発、及びそれを用いた環

境浄化システムの開発を行う。同時に環境データの取得

も行う。 

 平成15年度は、トルエン、アセトアルデヒド等の

VOC 成分や多環芳香族炭化水素の光触媒分解性評価、

分解に必要な高性能光触媒および光触媒材料の開発を継

続すると共に、さらに装置化を図るため、太陽光だけを

利用するパッシブ浄化システムと道路排水系への適用も

考慮した人工光源と太陽光の併用型アクティブ浄化シス

テムの設計と製作を行った。 

 光触媒分解性評価関係では、トルエンの分解が100℃

以上の高温下、白金担時 TiO2を用いて行った場合高効

率であることを室内実験で明らかにし、さらに屋外での

太陽光集光装置を用いた実験でも室内実験と同等である

ことを確認した。今後、沿道で利用するパッシブ又はア

クティブ浄化システムにどのように適用したらよいか、

それぞれの装置の効率を向上させる際さらに検討する。

新規光触媒関係では、他の窒素ドープ型可視光応答性光

触媒に優る性能を有するものの合成に成功した。これか

らさらに、実際に利用する場合を考えて、様々な材料へ

のコーティング法の検討を行う。透明薄膜光触媒につい

ても、VOC の分解に必要な膜厚や膜構造に関する情報

が得られた。その他の光触媒材料についても、来年度か

らは始まるパッシブおよびアクティブ空気浄化システム

での実験で必要なため、開発を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大気浄化、空気浄化、光触媒、酸化チタ

ン、自動車排気、可視光応答性 

 

［研 究 題 目］有機塩素化合物等有害化学物質の排出抑

制のための電気化学的高度分解処理技術

の開発に関する研究 

［研究代表者］山根 昌隆（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］山根 昌隆、村上 幸夫 

［研 究 内 容］ 

1) 目標 

 有機塩素化合物を含む排水は、コスト面やプロセス

管理が煩雑等の理由により効率的な処理が困難であっ

た。このような化合物を使用する業種には中小規模工

場・事業場も多く、それらにおいても利用可能な、低

コストかつオンサイトで効率的にこれらの化合物を含

む排水を分解処理できる技術の開発が求められている。

このような技術の一つである電解還元法においては、

電解システムに固体高分子電解質（SPE）膜を用い

ることにより処理操作の簡便化と装置のコンパクト化

が期待できる。そこで本研究では SPE 電解還元法に

よる有機塩素化合物の分解処理技術の確立を目指す。 

2) 研究計画及び年度進捗状況 

・研究計画 

 本年度計画の研究内容としては、有機塩素化合物等

を高効率で分解できるカソード電極材料・電解セルデ

ザイン等の要素技術の集積化をはかりつつ、電解処理

システム全体構成の 適化ならびに他の分解プロセス

との結合による処理効率の向上についての検討を行う

こととした。 

・年度進捗状況 

 有機塩素化合物に対する還元効率が良好で、より耐

久性に優れたカソード電極材料としてはパラジウム系

の電極材料をすでに見い出しているが、脂肪族有機塩

素化合物に対してはその還元特性が芳香族有機塩素化

合物に比してやや低い傾向が見られた。そこで、電解

処理の後段に電解生成水素ガスを利用するための還元

触媒カラムを接続した、2段階処理法により連続処理

することを検討した。この方法によれば、100mg/l の
ジクロロメタン水溶液に対し、140℃に加温すると処

理流速810ml/h の連続処理において100%脱塩素でき

ることが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機塩素化合物、分解処理、電解還元、

固体高分子電解質 

 

［研 究 題 目］瀬戸内海の海砂利資源採取による広域的

環境影響評価と管理に関する研究 

［研究代表者］星加 章（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］星加 章、湯浅 一郎、三島 康史、 

井内 美郎（愛媛大学併任） 

［研 究 内 容］ 

 三原瀬戸海域（海砂利採取終了後5年経過）、海砂利非

採取海域の北条沖（浅い砂堆積環境が残存）および備讃

瀬戸海域（海砂利採取終了後1年経過）について、底生

生物相や生態系構造の比較を行った。また、備讃瀬戸海

域の海砂利採取海域における藻場分布の変遷と光環境に

ついて検討する。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］瀬戸内海、海砂利採取 

 

［研 究 題 目］地球化学図による全国的な有害元素のバ

ックグラウンドと環境汚染評価手法の高

度化に関する研究 

［研究代表者］今井 登（地球科学情報研究部門）  

［研究担当者］今井 登、寺島 滋、岡井 貴司、 

御子柴真澄、太田 充恒、立花 好子、 

富樫 茂子、松久 幸敬、金井 豊、 

上岡 晃、谷口政碩 

（職員10名、その他1名）  

［研 究 内 容］ 
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 本研究では、日本全土における有害元素をはじめとす

る約50元素の地球化学図を作成した。試料としては河川

堆積物を用い、試料の採取密度は1試料／10x10km とし

て約3,000試料を採取した。主成分元素については ICP
発光分析法で、微量成分元素につては、ICP 質量分析

法で分析を行った。水銀とヒ素については原子吸光法を

用いた。 

 試料を採取した地点に関する流域解析を行った。本研

究では標高データとして国土地理院の50m メッシュ標

高データを用い、解析ソフトは ESRI 社の Arc GIS を

用いた。試料採取点ごとに固有の流域を計算して求める

システムを作成した。本研究では試料採取点に適当なメ

ッシュをかけ、このメッシュデータを元に地理情報シス

テムを用いて地球化学図を作成した。 

 地球化学図の特徴としては、カリウムは背景の地質と

密接な関係があり酸性岩が広く分布する西日本で濃度が

高くなっており、酸性岩の分布が少ない東北地方では濃

度が低くなっている。クロムの分布は四国・近畿を横断

する中央構造線や北海度の中央部にも南北に縦断する構

造線などに沿って顕著な高濃度地域が見られる。カドミ

ウム、ヒ素、鉛等は、各地の鉱床に関連して濃度が高い

地域が見られた。 

 さらに、有害元素の広域分布と地域の地質特性等の諸

要因、有害元素の存在形態等の測定結果を総合的に解析

してバックグラウンド値の評価を行う地球化学図解析・

評価システムを構築した。地理情報システム上に元素の

分布を表示するとともに、地質、地形、土壌、断層、土

地利用、人口、降水量、水質、大気などの背景データを

重ね合わせ、両者の相関を解析した。また、これまでに

蓄積された地球化学図の全データを、容易に参照・理解

できる形で公表すると共に、一般に配布できるような形

で地球化学図を作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地球化学図、有害元素、バックグラウン

ド、環境汚染、元素分布 

 

［研 究 題 目］エコ・アドバンスト技術による高効率環

境修復・保全システムの確立 

［研究代表者］北本 大（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］柳下 宏、竹田 三恵（環境調和技術研

究部門）、木村 信忠、鎌形 洋一（生

物機能工学研究部門） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究では、バイオサーファクタント等の環境調和材

料、及び即効的な環境生物モニタリングシステムを一体

化した、安全かつ高効率な環境修復システムの確立を目

指している。 

進捗状況： 

 本年度は、バイオサーファクタント等の界面活性剤の

油汚染処理に対する添加効果を検証するため、土壌を用

いた試験・評価系を構築した。また、土壌試料中におい

て分解に関わる微生物の菌相をモニタリングするために

必要となる PCR-DGGE 法（変性剤濃度勾配ゲル電気

泳動法）などの解析手法の 適化を行った。その結果、

バイオサーファクタント処理を行うことで、特定の土壌

条件下における油類の微生物分解は有意に促進されるこ

とが判った。 

 さらに、環境中の特定の微生物量や、汚染物質の分解

に関わる特定の遺伝子量をモニタリングするために必須

となる「定量的 PCR 法」について、昨年度に引き続き

検討を進めた。その結果、それぞれの遺伝子に特異的な

プライマーセットや蛍光プローブの設計・作成を 適化

することで、目的とする分解に関わる遺伝子量を精度よ

く迅速に定量できることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］環境浄化、土壌汚染、油、炭化水素、バ

イオサーファクタント、バイオレメディ

エーション 

 

［研 究 題 目］有害物質の漏えい防止材料の開発に関す

る研究 

［研究代表者］小野寺嘉郎（環境管理研究部門） 

［研究担当者］小野寺嘉郎、蛯名 武雄、長瀬多加子、 

Chattopadhyay Abhijit  

［研 究 内 容］ 

 H10年6月施行の総理府・厚生省共同命令「一般廃棄

物の 終処分場及び産業廃棄物の 終処分場に係わる技

術上の基準を定める命令の一部を改正する命令」では、

遮水工の要件の強化として遮水層の二重化が打ち出され

た。遮水材の一つとして粘土を用い、その不透水性を利

用して地層を経路とする有害物質の漏洩を防止する方策

である。しかし、粘土は多種多様であり、どのような粘

土が優れているのかは資料の整備がなされておらず明確

でない。処分場に対する信頼性を得るには材料の機能の

科学的な裏付けが不可欠であり、そのためには材料の構

成要素個々の性質まで立ち戻った検討が必要である。 

 本研究では、廃棄物 終処分場における有害物質の漏

洩を防止する材料の開発を目的としている。上記の目的

を達成するため、先ず種々の粘土鉱物について分子やイ

オンの収着能、遮水性に係わる透水係数や膨潤能等の測

定を行い、結晶化学的な性質との関係を明確にし有害物

質遮蔽材料としての機能に関する基礎資料を整備する。

次に、表面修飾や表面処理による特定有害物質の収着機

能の付与あるいは遮水性の向上について検討し、材料の

高機能化を目指す。 

 H15年度は、種々の粘土試料と硅砂を混合した圧密供

試体の透水係数と、粘土試料の<2マイクロ粘土分率の相

関を行い、両者を良好に相関する回帰式を得た。次に

種々のイオン交換粘土を調製し、交換性イオンの違いが
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透水係数に及ぼす効果を明らかにした。さらに圧密供試

体にカルシウム溶存水を流通させ、長期透水試験を行っ

た。一方、粘土への非イオン性有害化合物の吸着能評価

を目的として、チオベンカルブのベントナイトおよびベ

ントナイト構成鉱物への収着量を測定し、収着量と鉱物

組成の関係を明らかにした。また、当グループが開発し

た3元系複合含水酸化物によるヒ素イオンの収着性と化

学組成との関係を明らかにした。 

［分 野 名］環境保全技術 

［キーワード］漏洩防止材、廃棄物 終処分場、ベント

ナイト、スメクタイト、透水係数、イオ

ン収着、機能評価、機能高度化 

 

［研 究 題 目］発火・爆発性廃棄物の安全処理に関する

研究 

［研究代表者］松永 猛裕（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］和田 有司、飯田 光明、岡田 賢、 

秋吉美也子、藤原 修三 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、発火・爆発性廃棄物を安全に処理するた

めに、その危険性を迅速に評価する試験法、無害化処理

技術の開発、廃棄物の発火・爆発現象の解明、および、

廃棄に関わる発火・爆発危険性の情報整備を行う。本年

度、得られた成果は以下の通りである。①発火・爆発性

検出のための評価フローチャート、および、その後の処

理のための簡易分析フローチャートを試作した。②著し

く処理が困難な化学系廃棄物を面倒な条件設定無しで無

害化するための耐爆加熱炉を開発するため爆薬の威力で

50g の爆発に耐える処理炉を試作した。③金属粉末含有

組成物の自然発火特性を評価する試験法を開発すること

を目的として、多くの自然発火事故が報告されている

Al 含有組成物について小型等温試験を実施し、酸化剤

種が発熱挙動に及ぼす影響の把握を行った。また、単独

では発火・爆発危険性が低い溶液系化学物質が他の化学

物質と混合されることにより、より危険な状態になる反

応を詳細に調べることを目標にし、ニトロメタンをモデ

ル物質に選び、アルカリ水溶液と混合し、その熱安定性

の変化を化学的に解明することを目的とした実験を行っ

た。④化学物質が関与した廃棄物処理中の事故を調査・

解析し、インターネット上での情報公開の準備を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］廃棄物安全、発火・爆発危険性 

 

［研 究 題 目］標準ガス希釈器の信頼性向上に関する研

究 

［研究代表者］高本 正樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］中尾 晨一 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、標準供給されている容器詰め高濃度標準

ガスから乾式の環境計測器の校正に必要な低濃度標準ガ

スを希釈精製するために使用されている希釈器の信頼性

向上をめざす。具体的には、希釈器に使用されている微

小流量用流量計を校正するために微小質量流量標準を確

立し標準供給を行う、さらに希釈器内部へ成分ガスの吸

脱着の定量的な評価を行い適切な表面処理方法を確立す

ることである。これらの結果を基に信頼性の高い標準希

釈器を開発する。また、既存の希釈器の性能評価のため

の校正装置を開発する。 終年度である平成15年度は、 

１．確立した極微小質量流量標準の供給体制の確立。 

 開発した PVTt システムを用いて3mg/min～

0.01mg/min までの流量範囲で流量計を校正できるよ

うになった。本装置は、上記の流量範囲において拡張

不確かさ（包含係数ｋ=2）0.5%以下で流量計を校正

できる。本校正装置では、数日にわたる長時間校正が

可能でそれによって校正における不確かさ小さくして

ゆくことが可能である。今後、外部への経常的な標準

供給のためには計測の自動化など周辺設備の整備が必

要である。また、信頼性の高い標準移転用の流量計の

開発が急がれる。 

２．開発した簡易型希釈器の評価。 

 平成13、平成14年度の結果を基に簡易型希釈器を試

作し、その評価試験を現場の分析器を用いて行った。

開発した希釈器の能力は1/1000までで、全体は80℃に

加熱することができ、またパージの時は120℃まで加

熱可能になっている。この希釈器の希釈率の不確かさ

は、拡張不確かさ（k=2）で1%である。試験したガス

種は、SO2、NOx、VOCs の三種類である。その結果、

SO2、NOx に関しては、分析結果のバラツキと希釈

率から推定された不確かさがほぼ一致した。一方、

VOCs の分析においては、分析結果のバラツキと推定

された不確かさには大きな開きがあった。現段階では、

原因は明確ではないが、希釈過程が明確になることで、

現状の低濃度分析器の能力や方法を見直しの動機付け

をあたえることができると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー、標準 

［キーワード］標準ガス、希釈器、流量標準、希釈ガス、

成分ガス、吸着・脱着 

 

［研 究 題 目］自動車排ガス現場計測用超音波流量計の

実用化に関する研究 

［研究代表者］高本 正樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］寺尾 吉哉、森岡 敏博 

［研 究 内 容］ 

 ディーゼル排ガス中に含まれる粒子状物質（PM）排

出量を正確に測定するためには、排ガス流量を直接測定

することのできる流量計の開発と適切な測定方法の規格

化が必要である。このような背景のもと、本研究では、

自動車排ガスの高温に対応できる超音波センサを開発す

るとともに、自動車排ガス特有の強い脈動や偏りのある

流れの影響を受けない排ガス流量計測システムを開発す
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る。また、開発した流量計の特性評価試験方法と排ガス

流量測定方法の規格化を推進する。 

 本年度は、自動車排ガスの高温環境に耐えられる超音

波センサを開発するために、様々な材質・構造における

伝熱解析を行い、温度特性を調べた。その結果、センサ

被曝面に耐熱性の高い断熱材を介することによって、あ

る程度高温排ガスからの熱伝導を軽減することができる

ことがわかった。数種類のセンサを実際に試作し、高温

流における加熱試験を実施した。その結果、400℃まで

加熱しても受信波形が確認できた。しかしながら、高温

状態で保持すると、センサの放熱に比べ、熱吸収のほう

が多くなり、受信波形が徐々に小さくなることも分かっ

た。また、受信波形には低周波数成分が重畳しているこ

とが確認された。これはセンサの一次共振周波数に他の

振動モードが重畳しており、FEM 解析によりセンサ保

護管の固有振動数であることが分かった。この周波数の

重畳を回避するために、センサ構造の厚みを増すことに

よってセンサ周波数を下げるという改良を行い、常温時

の受信波形が小さくなってしまったが、温度上昇による

感度の低下が小さく抑えられることが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］自動車排ガス、超音波流量計 

 

［研 究 題 目］ノリ加工用海水の浄化・再生に関する研

究 

［研究代表者］木村 邦夫（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］木村 邦夫、恒松 修二 

［研 究 内 容］ 

 九州有明海沿岸は、日本の代表的なノリの産地で、海

岸近くの内陸に位置する約2,500の小規模業者がノリを

生産している。つみ取られたノリは、その後の加工処理

までの間、貯留海水槽に保存後、裁断される。そのため

毎日数トンの海水を使用している。しかし、使用後の海

水は、何の処理も施されないまま周辺の用水路に放流さ

れるため、産地周辺では塩害が発生し、深刻な環境問題

となっている。そこで、本研究では、排水を環境基準ま

で浄化し再利用するために、当所で開発した環境浄化剤

を用いた浄化に関して検討した。 

 当所で開発したアナターゼ型酸化チタン被覆微細中空

ガラス球状体を充填した浄化装置を用いることで、ノリ

加工用海水を浄化できることは確認できたが、浄化装置

内の圧力損失が大きいため処理量が少なく、工場に設置

する浄化装置の設計指針を得ることができなかった。そ

こで、圧力損失がほとんどない三次元微細セル構造磁器

質光触媒フィルターを新たに開発した。これは、圧力損

失がほとんどないため、リアクター1本当たりの流量は

1L/min でも可能であるが、流量を多くすると浄化能が

低下する。流量は数百 ml/min が適していることが明

らかになった。この磁器質光触媒フィルターを用いるこ

とで、工場に設置する浄化装置の設計指針を得ることが

できた。国立医薬品食品衛生研究所では、当所から提供

した磁器質光触媒フィルターを充填したリアクターを用

いて、ノリ加工場におけるノリ加工工程ごとの使用水お

よび排水の殺菌効果を把握した。 

［分 野 名］資源・エネルギー 

［キーワード］ノリ加工用海水、排水浄化、光触媒、酸

化チタン、三次元微細セル構造磁器質光

触媒フィルター 

 

［研 究 題 目］ダイオキシン類による地域環境汚染の実

態とその原因解明に関する研究 

［研究代表者］辰巳 憲司（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］和田 慎二、市川 廣保、森本 研吾、

福嶋 正巳、飯村 洋介 

［研 究 内 容］ 

 ダイオキシン類による環境汚染の実態が次第に明らか

にされつつあるが、環境中での挙動、特に土壌の腐植物

質との相互作用についてはほとんどわかっていない。本

研究では、ダイオキシン類の組成分析に及ぼす土壌及び

土壌腐植物質の影響及びその評価を行うため、腐植酸タ

イプが異なる腐植物質を含む様々な種類の土壌や腐植物

質そのものとダイオキシン類の相互作用を解明すること

を目的とする。本年度は、固相マイクロ抽出法

（SPME）及び電子捕獲型検出器付きガスクロマトグラ

フ（GC-ECD）を用いる方法により、種々の腐植物質

に対するダイオキシンの分配係数（Koc）を測定し、ダ

イオキシンの分配係数に及ぼす腐植物質の特性を評価し

た。 

 腐植物質として、美唄泥炭土由来、新篠津泥炭土由来、

インドネシア熱帯泥炭土由来、塘路黒ボク土由来、また

日本腐植物質学会頒布の黒ボク土由来、褐色森林土由来、

及び国際腐植物質学会頒布の Elliott 土壌由来、

Pahokee 泥炭由来、Waskish 泥炭由来、スワニー川由

来、Nordic Lake 由来のものを用いた。各種腐植物質に

対するダイオキシン（HpCDD）の分配係数（KOC）か

ら求めた log KOC は、7.65～6.35の範囲であった。また、

黒ボク土由来、褐色森林土由来、熱帯泥炭由来のフミン

酸で log KOC が7.3～7.6とほぼ推定値に近くなるのに対

し、フルボ酸やポドゾル泥炭由来のフミン酸では、6.3

～7.1と推定値より0.5～1オーダー低くなる傾向を示し

た。全試料の log KOC の平均値は、7.15±0.4であり、

腐植物質の種類の相違により0.4の変動幅を持つことが

明らかとなった。これらの結果から、本実験で用いたフ

ミン酸とフルボ酸で HpCDD の分配係数は一桁以上の

差があり、両者間の違いが明瞭に現れた。 

 腐植物質の元素組成、元素組成、官能基含量、腐植化

度などの構造特性が HpCDD の分配係数（Koc）に及ぼ

す影響を明らかにするために、各腐植物質の構造パラメ

ータとの相関性について検討した。その結果、分配係数

は腐植物質中の芳香族や脂肪族などの疎水部分の含有量
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よりも、むしろ極性指標やカルボキシル基含有量などの

官能基密度に大きく依存した。また、腐植物質に対する

ダイオキシンの分配係数は腐植物質の官能基密度が低く

なるに伴い増加することが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダイオキシン、腐植物質、腐植酸、分配

係数 

 

［研 究 題 目］GIS による騒音源周辺環境を考慮した騒

音伝搬予測に関する研究 

［研究代表者］国松 直、今泉 博之（地圏資源環境研

究部門） 

［研究担当者］今泉 博之、高橋 保盛、神宮司元治、 

国松 直 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地理的位置や構造物の平面分布などの空間

情報に自然・社会・経済などの属性データを統合的に処

理・管理・解析が可能な GIS（地理情報システム）を

用いて、都市域の複雑な伝搬系を考慮できる騒音伝搬予

測手法を開発するとともに、標準的な音環境管理手法の

確立を目的とする。 

 平成15年度の成果は要約すると以下の通りである。 

 本システムの適用性を検討するための事例研究として、

道路端垂直防音壁の設置前後における周辺騒音場の変動

に関して、その騒音低減量及びその影響範囲等を検討し

た。またモデル地区内の3箇所において、道路交通騒音

を対象とした長期間計測を実施し、得られた騒音データ

は道路交通に関する属性データとともに本システムに入

力・管理した。 

 GIS による都市域の音環境管理のモデル構築に不可

欠な建物群の高さに関しては、階層数を入力・管理及び

数値地図への変換等を行う機能拡張モジュールを開発し

た。また地表面分布に関して、細密数値地図データを音

響インピーダンスに着目して再分類し、シェープファイ

ルを作成した。さらに地形影響に関しては、騒音源から

見通せない斜面上の受音点での実測結果と地形を考慮し

ない条件での GIS 予測計算結果を比較検討し、その影

響度合を示した。 

 地方自治体独自で実施されている気象観測データを

GIS システムへのデータ取り込み、集計・分析及びレ

イヤ表示機能を持つ機能拡張を開発した。本システムを

活用し、地方自治体独自の気象観測データから抽出した

モデル地区内の典型的な気象状況（風向・風速）を騒音

伝搬予測計算に用いて騒音分布を推計した。また不均一

境界面に関して、音源と受音点の距離が一定で異なる境

界面の占める比率を変化させた場合の実フィールド実験

から、受音点が位置する境界面の音響特性に主に影響を

受けることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］GIS、騒音 

［研 究 題 目］産業起源内分泌かく乱物質の環境複合毒

性検出システムの開発と動態予測モデル

作成に関する研究 

［研究代表者］山下 信義、斎藤 隆雄、竹田さほり 

（環境管理研究部門、セラミックス研究

部門、生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］吉山 秀典、鷲見 栄一、鈴村 昌弘、 

前田 高尚、竹田さほり、山根 昌隆、 

坪田 年、斎藤 隆雄、加藤 且也、 

横川 善之（職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 内分泌撹乱物質（Eds）の環境複合毒性に関する研究

領域を開拓するために、機器分析化学的生物検定法を用

いた環境複合毒性検出システムの開発、環境中 EDs の

精製・純化法の開発、難揮発性 EDs の高性能分析法の

開発、生化学的 EDs 毒性検出試験法の開発、ホルモン

感受性培養細胞を用いた EDs 作用評価法の開発、内分

泌攪乱物質動態予測モデルの作成を行う。 

 昨年行ったダイオキシン、コプラナ PCB、ノニルフ

ェノール類に加え、臭素系難燃剤の臭素化ジフェニルエ

ーテルついて、二次元ガスクロマトグラフィによる精密

精製・純化法の検討を行った。また、本研究で開発した

double column-HPLC 法は PCNs だけではなく、PCDD、

PCDF、PCB 異性体（理論上484種類、実試料では200

種余）もの多成分高度分離に有効であり、特にリスク評

価の必要な毒性異性体を完全に分離分析することが可能

であった。 

 また、代表的な難揮発性 EDs として、クロロフェノ

ール類、熱分解性農薬、ビスフェノール A を含むアル

キルフェノール類、およびビスフェノール類をそれぞれ

選び、CE における分離の 適化、クロロフェノール類

の系については MS 検出のためのイオン化法、並びに

各系にそれぞれ適合したオンライン濃縮法の検討を行っ

た。その結果、いずれの系においても対象とする試料の

高性能分離を達成した。 

 内分泌攪乱物質であるフタル酸エステル、ビスフェノ

ール A、アルキルフェノール類の生物代謝において、生

体内では膵臓・肝臓で産生されるコレステロールエステ

ラーゼ、環境中では糸状菌の産生するラッカーゼがこれ

ら化学物質の分解過程で重要な役割を示していることを

明らかにした。 

 また、東京湾湾奥を対象としたノニルフェノールの動

態モデルを作成した。沿岸海域の生態系構造（デトリタ

ス/POC=0.29）とその中におけるノニルフェノールの

挙動（Log Koc=5.30）について一定程度の精度で再現

することができた。特に、デトリタスと植物プランクト

ンの沿岸生態系における位置付けや疎水性化学物質の分

配機構における違いを明らかにすることができた。さら

なる現地調査によって両者の役割は明確になり、より精

度の良い疎水性化学物質の動態モデルが開発される。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］内分泌撹乱物質、ノニルフェノール、電

気泳動 

 

［研 究 題 目］ハロゲン化ダイオキシン類似物質の 

QSAR 分析法と分解処理技術の開発 

［研究代表者］山下 信義、荷福 正治（環境管理研究

部門、環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］吉山 秀典、荷福 正治（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 塩素化ダイオキシン類と同様な環境影響、毒性が懸念

される臭素・フッ素などのハロゲン元素置換のダイオキ

シン類似物質（PHDLC：polyhalogenated dioxin-like 
compounds）については環境動態・危険性把握が急務

であるが、これらの化学物質は理論的には数千種類もの

成分を有するため、塩素化ダイオキシンのみを対象とし

た現在の分析手法では対応できない。このため、複雑な

混合物である PHDLC に適した新規研究手法を開発し、

併行して生化学的構造活性相関法（QSAR）による危険

性評価、高効率分解処理技術の開発から構成される、

「発生源推定」「毒性評価」「分解処理技術」を融合させ

た総合的研究を行うことで第二、第三のダイオキシン問

題の発生を防止し、今後のダイオキシン対策の円滑な推

進に資する。代表的な環境試料から PHDLC を含む化

学物質グループを抽出し、 先端の微量有害化学物質精

製装置等を用い、特定の強毒性物質を精製するとともに、

これらに対する高感度測定法／生化学的危険性評価法を

開発する。本年度の研究成果からクロマツは、我々が既

報で示した PCNs 大気汚染の長期的指標として有用で

あるだけでなく、PBDEs 及び PBDDs/DFs に関しても

適用できることが明らかとなった。本法によって可能に

なった異性体詳細分析により、臭素化物の給源推定及び

環境モニタリングの高度化が期待される。また、塩素系

ダイオキシン類の大気汚染長期指標として研究されてい

るクロマツについて、臭素系難燃剤の環境指標としても

有効であることを国内では初めて明らかにすることがで

きた。前年度に達成した PCN、PCDD、PCDF、PCB
異性体（理論上484種類、実試料では200種余）の給源推

定法と臭素系難燃剤、約20種類についてクロマツ葉・土

壌・大気間での残留組成・滞留時間の詳細比較を行うこ

とにより、これらの化学物質間でどのような環境挙動の

違いがあるかの推測が可能であると考えられる。 

 また、有害ガス（揮発性有機化合物）や有害化学物質

を含有する焼却灰にパルス放電を印加し、その特性と有

害物質の分解性を検討して、次の結果を得た。(1)有害

化学物質（VOC）の処理（無害化）には、放圧がある

程度高く、放電発生率の大きい、放電立ち上がりが早い、

半幅値の小さい、正極性の放電が効果がある。さらに、

直流を重畳すると、有害化学物質の分解率が大となる。

(2)有害物質を含む焼却灰を無害化するには、放電パル

スの立ち上がりが遅く、正極性の放電パルスが効果的で

ある。条件が整えば、有害物質（ダイオキシン類）を

50%程度分解（無害化）できる。(3)パルス放電印加に

より、固体には破壊、断裂など固体全体や表面に物理的

変化が生じる。(4)プラチックス廃棄物にパルス放電を

印加することにより、その廃棄物処理が行えると考えら

れる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］塩素化ダイオキシン、臭素化ダイオキシ

ン 

 

［研 究 題 目］ダイオキシン類及び内分泌かく乱物質の

センシングシステムを用いた環境リスク

対策の研究 

［研究代表者］黒澤 茂（光技術研究部門） 

［研究担当者］黒澤 茂、愛澤 秀信、朴 鍾元、 

島 忠夫、太田 好、片岡はるみ 

（職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では超高感度センサー素子を用いたダイオキシ

ン類の超高感度センシング法を確立し、当該センサーに

係る使用上の 適条件は環境試料を用いた実証試験を通

じて明らかにすることにより、環境モニタリング調査及

びダイオキシン排出削減等のダイオキシン類対策に貢献

することを目的とする。当該年度は、各種超高感度セン

サーを用いたダイオキシン類等の測定に関する三項目の

研究を行った。 

 (1) ダイオキシン類に対する単一認識抗体の選択とそ

の超高感度センサー上への固定化法を継続し、抗体の固

定化条件と抗原抗体反応の 適化条件について SPR
（表面プラズモン共鳴）法と QCM（水晶振動子）法を

用いて検討した。(2) QCM 法でのダイオキシン実試料

測定条件の 適化を行った。また、QCM 法でのオンサ

イト測定用装置の改良を行った。(3) QCM 法と従来の

簡易測定法である ELISA 法や公定法である GC/MS 法

を測定法に用い、同一の高速溶媒抽出・濃縮・カラム処

理などの前処理を行った環境試料を用いた分析結果の比

較実験を継続して行った。 

 大型 SPR 装置は競争反応及びサンドイッチ反応を組

み合わせることで、極低濃度（pg/mL レベル）のダイ

オキシンモデル低分子測定が可能である。Handy SPR
をオンサイト測定用途の候補に選び、小型 SPR センサ

ーの基礎的な検討を開始した。抗体の固定化法の検討で

は、Fc 部位を酵素処理で除去した抗体分画が、 良の

結果を得た。抗体固定化 QCM を用いて人血清中に含ま

れる測定対象物質の濃度を測定するための非特異吸着の

大幅な削減に有効な試薬として MPC（2-メタクリロイ

ルオキシエチルホスホリルコリン）ポリマーが 適な試

薬である知見を得た。公定法に従った GC/MS 測定に

より、ゴミ焼却場由来の環境試料中の各種ダイオキシン
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異性体の濃度分率と毒性等量分率を求めた。QCM 式ダ

イオキシンセンサー測定結果と GC/MS 測定結果との

比較より、QCM 法で得られた結果から TEQ 値を推定

できる可能性を示唆した。QCM 測定での抗体の交差反

応性もこの結果を支持した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ダイオキシン、水晶振動子、免疫反応、

スクリーニング 

 

［研 究 題 目］目視判定等の利用による高感度水質計測

技術の簡素化に関する研究 

［研究代表者］松永 英之（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］松永 英之、鈴木 敏重、横山 敏郎、 

和久井喜人、高橋由紀子、菅野 千晶、 

Tatineni Balaji 
［研 究 内 容］ 

 分析機器の高度化が進む現在でも、超微量元素の定量

には、熟練した技能と多大な労力及び時間を要しており、

現行の高感度水質計測技術の簡素化が強く望まれている。

本研究では高額な大型機器を使用することなく簡便に同

程度の高感度水質計測を行うことができる新しい計測シ

ステムの開発を行う。 

 平成15年度は特に、鉛、ヒ素の簡易目視計測法の開発

を検討した。その結果、鉛イオン検出膜とヒ素（V）イ

オン目視検出用固体材料を世界で初めて開発し、いずれ

も特許出願を行った。開発したヒ素検出材料を用いる標

準的な判定では、75ppb（75μg/L）程度のヒ素（V）

イオン濃度を30分以内で簡易に検出することができる。

試みに、仙台市郊外の秋保温泉源泉中のヒ素（V）イオ

ン濃度を本材料で測定し、JIS（日本工業規格）公定法

である ICP（誘導結合プラズマ）発光分析法による測

定値とほぼ一致する値が得られることを確認した。また、

鉛イオン検出膜は、抽出試薬としてジベンゾ-18-クラウ

ン-6-エーテル、シグナル化物質として青色の陰イオン

性色素テトラブロモフェノールフタレインエチルエーテ

ルを用い、これに可塑剤を加えた PVC 薄膜である。この

膜中で鉛－ジベンゾ-18-クラウン-6-エーテル錯体が

TBPE－とイオン対を生成することで、鉛イオン濃度に

依存して緑～紺～赤紫と色相変化する現象を新たに見出

し、これを鉛検出フィルムへ応用した。フィルムである

ため、前処理や分離操作が不要、フィルムを計測するた

め元試料溶液の着色・汚濁にも無関係、保存が容易、そ

の場で目視計測が可能である。 

［分 野 名］環境保全技術 

［キーワード］ヒ素、鉛、高感度濃度計測、目視判定、

簡易法 

 

［研 究 題 目］内分泌かく乱化学物質等の有害化学物質

の簡易・迅速・自動分析技術に関する研

究 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、野田 和俊、長縄 竜一、

木村 明、中里 哲也、鳥村 政基、 

谷川 實、Ramaswamy Babu Rajendran 
（職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイオキシン類、PCB、有機スズなどの内分泌攪乱

作用が懸念される化学物質や、アルデヒド等の発ガン性

物質の汚染実態調査や処理技術開発、排出実態解明等を

効率的に行ううえでニーズの高い、簡易・迅速・自動分

析法の開発を目的とする。このため、高感度・高選択性

を有する GC/ICP-MS 法や水晶振動子センサ法などの

検出系と、複雑な分析操作を簡素化・自動化するための

前処理系の研究開発を行う。また、それら 適な組み合

わせを見出すことにより、従来の分析法と比べて、分析

に要する労力・時間・コストを大幅に低減する。GC/ 

ICP-MS 法による有機スズの分析に関して、海水試料

や人の毛髪試料から有機スズ化合物を抽出した液を、

GC/ICP-MS 法と GC/MS 法で分析し、そのクロマト

グラムを比べることにより、分析感度や干渉等を比較し

た。その結果、海水に関しては沿岸域の比較的濃度の高

い試料は、従来の GC/MS 法でも測定できるが、外洋

海水に含まれる低濃度試料は、GC/ICP-MS 法でしか

測定できないこと、また、毛髪中の有機スズに関しては、

GC/MS 法ではモノブチルスズとジブチルスズは測定で

きるが、内分泌攪乱作用が懸念されているトリブチルス

ズやトリフェニルスズは、共存物質の干渉が大きいため

測定することができず、GC/ICP-MS 法でしか測定で

きないことが明らかとなった。このように GC/MS 法

と比べて、GC/ICP-MS 法の感度は1000倍以上高いだ

けでなく、共存する有機物等の干渉がはるかに少なく、

その優れた分析性能が実証された。一方、PCB 類に関

しては、ICP 中でのイオン化効率がスズに比べて悪い

ため、GC/ICP-MS 法の感度は、GC/MS と比べて約10

倍悪かった。しかし、この点に関しても、昨年度開発し

た GC と ICP-MS を結合するための新しいインターフ

ェイスを用いることにより、検出限界を10倍向上させて

GC/MS と同等なレベルにすることが可能となった。本

インターフェイスに関しては、本年度国際特許を出願し

た。また、臭素系のポリブロモビフェニルなどは、プラ

スチックの難燃剤として使われており、その簡便な分析

法の開発が望まれているが、本法を用いることにより、

従来のような複雑な前処理を施す必要がなく、より簡便

に分析できることが分かった。本法の応用として、実際

に PCB 含有廃油試料に適用し、PCB の迅速分析法とし

ての有用性を実証した。 

 連続監視が可能な高機能センサの開発では、分解薬剤

と水晶振動子の電極素子を直接反応させて検知する手法

を開発した。ベンゼンやトルエンなどの芳香族化合物の

検出では、五酸化ヨウ素を主原料にした分解薬剤を利用
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して、水晶振動子の電極材料としては銀素子を組み合わ

せた条件が も良好であることが分かった。その結果、

温度条件30℃、薬剤量0.1g、ガス通過流量100ml/min、
分解時間10分の測定結果、約1ppb/Hz 程度以上の感度

があることが分かり、環境基準レベルを測定可能である

ことが示された。また、同様な条件においてトルエンの

場合、約10ppb/Hz 程度以上の感度があることが分かり、

ベンゼン同様、環境基準レベルを測定可能であることが

示された。トリクロロエチレンについても同様に、酸化

鉛を主原料とした分解薬剤を利用して、水晶振動子の電

極材料としては銅素子を組み合わせた条件が も良好で

あることが分かった。その結果、温度条件30℃、薬剤量

0.05g、ガス通過流量100ml/min、分解時間10分の測定

結果、約10ppb/Hz 程度以上の感度があることが分かり、

環境基準レベルを測定可能であることが示された。 

 鋳型重合ポリマーを用いたアルデヒド類の検出に関し

ては、メタクリル酸系のモノマーが比較的高い選択性を

示すことが明らかになったが、実用レベルの感度および

選択性を実現するため、その分子構造中のエステル基の

構造が異なるメタクリル酸及び、メタクリル酸メチル、

メタクリル酸エチル、メタクリル酸イソブチルを用いて

比較検討を行い、もっとも脂溶性が高くまたかさ高い側

鎖を持つメタクリル酸イソブチルをモノマーとした場合

にアセトアルデヒドに対して2ppm/Hz の感度分解能を

示すことを明らかにした。また実環境における連続測定

試験の結果、センサの寿命が現状で2～3日（90%応答）

であることを確かめた。さらに、応答特性の異なる複数

のセンサ応答を解析し濃度に換算した場合、単一のセン

サの測定値よりも妨害物質の影響を低減できることを明

らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アルデヒド、鋳型重合、センサ 

 

［研 究 題 目］工業製品の生体影響評価のための組織特

異的内分泌かく乱化学物質検出系の開発 

［研究代表者］木山 亮一（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］垣沼 直人、朱 耘、 

ロイ・バダルチャンドラ 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、エストロゲン活性を有する内分泌撹乱化学

物質の生理活性測定のために、エストロゲン受容体遺伝

子（ERα）及びエストロゲン応答遺伝子をレポーター

遺伝子として用いる微量測定法の開発を目標とする。さ

らに、エストロゲンに対する組織特異的発現応答を示す

遺伝子群を用いたカスタム DNA チップを作成し利用す

ることにより、化学物質のそれぞれの組織に対する影響

を網羅的かつ定量的に計測し、内分泌撹乱化学物質の生

体に対する影響をより正確に評価する技術を確立する。

また、本研究は、産業技術総合研究所と厚生労働省との

研究機関による共同研究を行う。平成15年度は以下の研

究を行った。 

(1) カスタム DNA チップの利用によるエストロゲンそ

の他の基準物質の影響評価アッセイ系の構築：まず、

DNA チップ解析法の時間短縮を行ない、DNA チッ

プアッセイの 終的な条件検討を行った。次に、

MCF-7細胞その他の基本的な細胞を用いてエストロ

ゲン及び環境ホルモンの基準となる化学物質に関して

プロファイリングを行った。また、結果のデータベー

ス化のためのソフトウエアの開発と3次元データベー

スの枠組みに関して研究及び開発を行った。 

(2) カスタム DNA チップの利用による組織特異的なエ

ストロゲン応答評価：各主要組織由来の培養細胞を用

いたプロファイリングを行った。また、DNA チップ

に用いたエストロゲン応答遺伝子の有用性を示すため、

EGR3遺伝子機能について解析を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］環境ホルモン、エストロゲン、DNA マ

イクロアレイ、遺伝子発現プロファイル 

 

［研 究 題 目］内湾窒素循環過程における干潟・浅海域

－湾央域生態系の相互作用の解明 

［研究代表者］左山 幹雄（環境管理研究部門） 

［研究担当者］左山 幹雄 

［研 究 内 容］ 

 水深の浅い東京湾等の半閉鎖性内湾では、窒素の流入

負荷の削減にもかかわらず、富栄養化問題は依然として

深刻な状況にある。その原因として、堆積物からの窒素

の溶出負荷の増大と、堆積物表層における脱窒（自然浄

化）能力の低下が指摘されている。本研究では、干潟・

浅海域と湾央域を空間的に相互に連関した複合生態系と

して把握し、湾全域を動的に統合した総合的な内湾複合

生態系窒素循環モデルを構築する。そして開発したモデ

ルを用いて、干潟・浅海域及び湾央域底生生態系が有す

る自然浄化機能（脱窒）が、湾全体の水質改善効果に与

える寄与を定量的に把握する。また自然浄化機能（脱

窒）のメカニズムを解析し、自然浄化機能の促進に重要

な生物・化学・物理過程を推定する。平成15年度は、

15N 法による現場脱窒速度の測定手法を導入し確立し

た。また、東京湾湾央域底生生態系において、現場設置

型微細環境測定装置を用いて海域の環境特性を測定する

手法を確立した。そして、東京湾湾央域底生生態系にお

いて、脱窒速度と環境特性の季節変化を現地調査により

調べた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］湾央域底生生態系、窒素循環、脱窒 

 

［研 究 題 目］ディーゼル車排出ガスを主因とした局地

汚染の改善に関する研究 

［研究代表者］小渕 存、近藤 裕昭 

（環境管理研究部門） 
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［研究担当者］大井 明、近藤 裕昭、松沢 貞夫、 

指宿 堯嗣 

［研 究 内 容］ 

 川崎市をはじめとする我が国の局地的大気汚染問題は、

主としてディーゼル車による窒素酸化物（NOx）およ

び粒子状物質（PM）について緊急対策が必要な事態に

ある。本研究では、このような局地汚染改善のため、デ

ィーゼル燃料性状を変更した場合の排ガスの改善効果を

評価、予測する。また、川崎市の局地汚染地域を想定し

た数値流体モデルによる拡散モデルや局地汚染対策モデ

ルの構築などを通し、効果的な環境改善対策を提言する

ことを目的とする。 

 本年度は川崎市を対象としてディーゼル車による局地

的大気汚染を改善するため、ディーゼル燃料性状を変更

した場合の排出ガス（特に、粒子状物質：PM）の改善

効果を評価した。燃料としては、天然ガスから合成され

て芳香族分を全く含まない GTL 軽油と市販軽油に加え

て、GTL に1-メチルナフタレンと GO03を添加した試

験燃料によりディーゼル車を川崎市のトラックモードと

10・15モードで運転して、PM 及び PM 中の多環芳香族

炭化水素類（PAH）などの排出ガス特性を測定した。

その結果、GTL 軽油からの PM 排出量は市販軽油に比

較して約56%減少すること、芳香族成分の添加は PM 排

出量を増加させること、GTL 軽油の PAH 排出量は市

販軽油の約1/4まで減少することを明らかにした。数値

流体モデルの構築では、川崎市池上新町交差点周辺の産

業道路と首都高速道路（高架）を含む100m×40m×

30m の領域を第1領域、そのまわり300m×120m×100m の

領域を第2領域、さらにその外側の500m×500m×300m
の領域を3次領域とするモデルを構築した。また、計算

対象領域周辺の固定発生源（民生発生源）について、川

崎市の GIS データを用いて25m メッシュで整理した。

また自動車発生源については首都高速道路と産業道路を

幹線道路、その他の道路を細街路として交通量、車速等

を設定して排出量を夏季・冬季・時間帯別に求めた。第

1領域について昨年度国立環境研究所が行った風洞実験

と同条件での計算を行い、良好な結果を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー、キーワード 

［キーワード］ディーゼル、浮遊粒子状物質、NOx、 
GTL 軽油、PAH、数値流体モデル 

 

［研 究 題 目］ガス状ホウ素化合物による大気汚染監視

測定技術及び除外技術の開発 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、山崎 章弘、中里 哲也 

［研 究 内 容］ 

 ほう素合金製造事業所周辺で植物被害が顕在化したた

め、ほう素化合物の動態、植物に対する毒性について早

急に研究し、発生源対策を施す必要が生じた。本研究で

は、発生源における高温排ガス中のほう素化合物の採取

方法や分析方法を確立するとともに、ほう素化合物に高

い親和性を持つ素材の探索・改質を行い、ガス状ほう素

化合物の分離性能を解明する。さらに実測分離性能に基

づき、新規な除去・リサイクルプロセスを提案し、その

概念設計及び評価を行う。本年度は、ほう素化合物の形

態別採取法として、ハニカムデニューダ、試薬含浸フィ

ルター等を用いる方法を検討し、これらの方法を発生源

近傍の煙道、ほう酸ばい焼炉煙道、バクフィルターの排

出大気等に適用し、ガス状と粒子状ほう素の分別定量を

試みた。測定は捕集したほう素化合物を水に溶解し、誘

導結合プラズマ質量法等で行った。また、植物被害と気

温との関連を調べるため、現地調査を1月と3月に実施し

た。一方、ほう素化合物に高い親和性を持つ膜素材の探

索に関しては、ポリビニルアルコール（PVA）や、4級

アンモニウム基を導入したポリエチレンイミンなどの高

分子材料について検討を行った。創製した膜を用いてほ

う酸水溶液の透過実験を行った結果、PVA 膜の場合に

は、高濃度側から低濃度側にほう酸が移動する、いわゆ

る上り坂輸送が観察された。上り坂輸送は酸側からアル

カリ側にのみ起こった。これは、PVA とほう酸の錯体

形成平衡が、酸性条件下でより錯体側に傾いているため

であると推察された。このような上り坂輸送現象は、排

水中からのほう素濃縮に有効なプロセスの構築に繋がる

ものである。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ほう素、植物被害、分析、分離 

 

［研 究 題 目］MNA による地下水汚染改善状況の評価

手法に関する研究 

［研究代表者］駒井 武（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］駒井 武、杉田 創 

［研 究 内 容］ 

 本年度は山形県において PCE や TCE などで汚染さ

れている5地区において、汚染物質の減衰挙動や地下水

質を解析した。年内4回の環境調査および地下水のサン

プリングを実施し、有機塩素化合物、各種イオンおよび

金属などの化学分析、微生物の活性に関わる各種のデー

タを取得することができた。また、解析されたデータを

もとに、以下のような評価結果を得ることができた。汚

染物質の減衰タイプとしては、(a)生成物を伴いながら

主の汚染が減衰していく、(b)生成物はなく単独で減衰

していく、(c)減衰がほとんどない、の3タイプに分類す

ることができる。 

 減衰挙動が(a)の地域の水質では、ORP 値や DO 値

が低く、有機炭素量やマンガンや鉄などの溶存重金属が

多く検出された。このように還元雰囲気下で地下水中に

有機炭素が多く含まれる場合、分解の過程に伴う副生成

物の取り扱いに注意すれば、有機系塩素化合物の MNA
を実施するに好条件であるといえる。減衰挙動が(b)の
地域の水質では DO 値が高く酸化雰囲気であった。高
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濃度の汚染の場合には人為的に除去し、汚染地域が拡が

らないことが重要である。そして、ある程度濃度が低く

なってから MNA に移行すればよいと思われる。減衰挙

動が(c)の地域の水質では(b)の場合と同様に DO 値が

高く酸化雰囲気であった。しかし、地下水中の温度が低

く微生物活性が低いことや有機炭素量が少ないため減衰

がほとんど起こっていないと考えられる。また、地下水

の移流による希釈効果もないため今後も減衰するとは考

えにくく MNA には適さない地域であるといえる。 

今後、3年間にわたり環境調査を継続し、MNA の判定

に必要な基礎的な資料を蓄積していく予定である。また、

わが国独自の MNA プロトコールを作成し、実際の汚染

サイトに適用することを計画している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］MNA、地下水汚染 

 

－地球環境保全試験研究費－ 

［研 究 題 目］フッ素系地球温暖化物質の回収・分解技

術に関する研究 

［研究代表者］二タ村 森、原谷 賢治（環境管理研究

部門、環境調和技術研究部門 膜分離プ

ロセスグループ） 

［研究担当者］二タ村 森、永長 久寛、清野 文雄、 

山崎 章弘、原谷 賢治、藤原 一郎、 

須田 洋幸 

［研 究 内 容］ 

 目標：本研究では、高性能分離膜やハイドレートを利

用した回収技術と低温プラズマを中心とした分解技術を

開発するとともに、各要素技術の相補的なシステム化を

図ることにより、化学構造や排出源を異にするフッ素系

地球温暖化物質の工場等の排出源からの大気環境中への

放出を抑止し、地球温暖化防止に資することを目的とす

る。 

 研究計画： まず膜によるフッ素系地球温暖化物質の

回収プロセスの開発、ハイドレートによるフッ素系地球

温暖化物質の回収再生プロセスの開発、低温プラズマに

よるフッ素系地球温暖化物質分解技術の開発を個別に行

い、各要素技術を精緻化する。さらに、個別の発生源に

適合する新規処理システムを設計し、実用化の基本計画

を策定する。 

 年度進捗状況：本研究では、ⅰ）膜によるフッ素系地

球温暖化物質の回収プロセスの開発、ⅱ）ハイドレート

によるフッ素系地球温暖化物質の回収再生プロセスの開

発、ⅲ）低温プラズマによるフッ素系地球温暖化物質分

解技術の開発を個別に実施した。今年度の研究概要は以

下の通りである。ⅰ）ポリイミド系非対称中空糸膜を真

空下、温度500～550℃で焼成して作成した炭素中空糸膜

ミニモジュールが N2/SF6系に対して高い分離係数を示

した。炭素膜による一段分離と地下水温度での冷却・液

化プロセスで、1%濃度の SF6をほぼ100%回収する場合

の所要エネルギーを約0.23kWh/mol と推算した。また、

高速高分子膜と炭素膜を単純に連結する方式で、炭素膜

単一の場合と同様の回収率および所用エネルギーが達成

できるプロセスを設計した。ⅱ）HFC-134a-N2混合気

体を用いて、分離槽内でのハイドレート晶析分離速度デ

ータを取得し、実用的に十分な速度で分離反応が終了す

ることを実証した。また、平衡物性の計算による予測結

果と実験結果の差が約2.7%であり、実用的に十分な精

度でシステムの設計が可能であることを明らかにした。

さらに、SF6等の分離に対しては、エネルギー消費の点

からハイドレート分離技術が深冷法よりも経済的に優る

ことを示した。ⅲ）バリアー放電型リアクタにより種々

の HFC 類の分解実験を実施し、電圧波形や周波数など

の電圧特性がフッ素系地球温暖化物質の分解反応性に与

える影響などについて検討した。実用的には、通常の交

流電圧を用い、高印可電圧条件でプラズマリアクタを運

転することが有効であることを確認した。無声放電型や

沿面放電型リアクタに MnO2や AlPO4を複合化するとフ

ッ素系地球温暖化物質の分解が促進されることを明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］フッ素系地球温暖化物質、膜、ハイドレ

ート、低温プラズマ、触媒、回収、分解 

 

［研 究 題 目］サンゴ年輪気候学に基づく、アジアモン

スーン域における海水温上昇の解析に関

する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高、野原 昌人、岡井 貴司、 

蓑島 佳代、外西奈津美、井上麻夕里、 

吉永 弓子、高岡 光枝 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、琉球列島から東南アジア周辺を対象として

サンゴ骨格を採取し、高時間解像度（週～月単位）で、

過去200-300年の水温、塩分、降雨などを復元し、地球

温暖化傾向にともなう海水温の上昇とモンスーン変動の

関係を解明することを目的とする。15年度は、琉球列島

およびフィリピンから採取されたサンゴ試料を用いて、

昨年度に引き続き酸素同位体比分析による過去約50～

100年間の水温変動の復元を試みるとともに骨格成長速

度の変動について各種環境変動パラメータとの時系列解

析による比較を試みた。また、琉球列島のサンゴを例に、

白化現象により骨格の成長が急激に低減することを見い

出した。白化現象によるサンゴ骨格成長の停止は、生理

学的研究に比較して遅れていたサンゴ骨格形成について

の研究分野にとって興味ある知見であり、今後、サンゴ

の生理学的な研究と共同してサンゴ白化現象を解明して

いくための基礎となる。また、高分解能での微小試料採

取技術は、このような成長異常イベントの解析に有用で

あることが明らかになった。成長速度の急な低下による
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特徴的な同位体比記録は、過去の異常高水温現象の頻度

の変遷などを明らかにする上で、有用な指標となろう。

インドネシア・ジャワ島北方のセリブ諸島において採取

したハマサンゴの柱状骨格試料についても、年輪計数を

行い、酸素同位体比測定に着手した。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］サンゴ、骨格、水温、塩分、酸素同位体

比 

 

［研 究 題 目］永久凍土地帯のメタンハイドレートの安

定性と生成解離 

［研究代表者］海老沼孝郎（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］海老沼孝郎、皆川 秀紀、内田 努、 

長尾 二郎、竹谷 敏、大村 亮 

（職員6名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 低温高圧条件でメタンと水から生成するメタンハイド

レートは、外観は氷に類似しているが、水1cc に対して

標準状態換算約200cc の比率でメタンを包蔵する。メタ

ンハイドレートは、永久凍土地帯や大陸縁辺部の海底堆

積層に広く分布することが確認され、地球表層における

主要な炭素（地球温暖化ガス）貯留源と考えられている。

永久凍土地帯のメタンハイドレートは、環境変動による

温度と上載荷重の変化に対応して、地球温暖化ガスを放

出または吸収する。本研究の目的は、特に熱力学的安定

深度より浅い層に分布することが指摘されているメタン

ハイドレートを対象に、その安定性と生成解離機構を解

明して、環境変動に対する寄与を明らかにすることであ

る。平成15年度は、以下の研究を実施した。 

 永久凍土浅層に存在するメタンハイドレートの安定化

機構を明らかにするために、被写界深度が深い共焦点走

査型光学顕微鏡を用いて、氷点下温度におけるメタンハ

イドレート分解過程の「その場」観察を実施した。その

結果、氷点下温度におけるメタンハイドレートの解離は、

メタンハイドレートの解離により発生する水蒸気が氷の

微結晶として表面に昇華凝結し、さらに層状に表面を覆

うことにより効果的に抑制されることが分かった。また、

氷の融点近傍に保持されたガスハイドレート堆積物の分

解実験を行なったところ、平衡温度が氷点下となる圧力

で分解させた場合には、堆積物の温度は平衡温度まで低

下せずに結氷点で一定となり、分解速度が低下すること

が分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ガスハイドレート、永久凍土、温暖化、

生成解離、動特性、安定性 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素海洋隔離による海洋物質循環

過程への影響評価に関する研究 

［研究代表者］原田 晃（環境管理研究部門 地球環境

評価研究グループ） 

［研究担当者］原田 晃、鈴村 昌弘 

［研 究 内 容］ 

 二酸化炭素の海洋隔離を実施する場合の有望な候補海

域になるであろう西部北太平洋亜熱帯海域における炭酸

塩粒子の存在状態を把握できるように、大量現場ろ過器

を作成しテストを実施した。また16年度以降に、陸上あ

るいは海洋現場での炭酸塩溶解速度を求めるために溶解

実験を計画しているため、懸濁物試料の採取の際に同時

に溶解実験ができるよう、この装置に既存の炭酸塩溶解

測定装置に取り付けて耐圧性能などの試験を実施した。

また二酸化炭素隔離に対する環境影響評価の基礎となる

現場海域の現状を把握するため、これまで西部北太平洋

で実施したセジメントトラップによる沈降粒子のデータ

のデータベース化を図った。また、炭酸塩の溶解ととも

に二酸化炭素の海洋隔離の影響を受けるであろう有機物

の分解過程を考察するため、西部北太平洋域で採取した

海水を用いて溶存有機物の分離濃縮手法の検討を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、海洋隔離、環境影響評価、

西部北太平洋 

 

－地球環境研究総合推進費－ 

［研 究 題 目］吸収線パラメータの実験的決定とその信

頼性評価の研究 

［研究代表者］山田 耕一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］山田 耕一 

［研 究 内 容］ 

 本研究は地球環境研究総合推進費による研究課題 A-

10「衛星データを利用したオゾン層破壊の機構解明に関

する研究」のサブテーマ2「大気微量気体のリモートセ

ンシングのための分光データ精密化に関する研究」のサ

ブサブテーマ2-2として遂行された。人工衛星等による

リモートセンシング観測によって得られるさまざまな分

光データから、大気微量成分の地域・高度分布を正確に

決定するために必要な、線位置、強度、圧力幅などの吸

収線パラメータを、実験室であらかじめ精密に決定し、

その信頼性を評価することが本研究の課題である。具体

的には、N2O や CO2等地球温暖化関連物質の吸収強度

の決定に関してサブサブテーマ2-1で行われた実験と併

せて、ヘルマン・ワーリス効果及び赤外吸収強度の信頼

性にかかわる問題点を明らかにすること、また分子の吸

収線形などを精密に決定するための測定及び解析技術を

開発することを目標に研究を行った。われわれはこの課

題に関して、サブサブテーマ2-1担当の気象研究所と共

同で研究を行い以下の成果を得た。 

(1) 吸収強度の解析 

 N2O や CO2等直線形分子の吸収線強度決定に必要

な分配関数の 適計算法に関して、数値近似表現や従

来の高温近似とは異なる近似計算法を提案し、結果の

比較検討から、新規に我々が提案する、回転状態につ
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いては数値的積算、振動状態については調和振動近似

を用いるのが、現実的でかつ精度が高いことを確認し

た。2次近似のヘルマン・ワーリス因子解析では、実

験結果の解析から得られる因子が見かけ上温度に依存

することを確認した。 

(2) 吸収線プロファイルの精密決定 

 N2O、CO、HCl 及び SO2の純回転遷移を対象とし

て吸収線プロファイルの精密測定・解析手法を開発、

精度の確認を行った。吸収線プロファイルの精密解析

の結果、実測スペクトルはディッケの縮幅（Dicke 
narrowing）効果の影響を明確に示しており、従来広

く採用されているフォイクト（Voigt）関数では、吸

収線の形状を正しく表現できないことがわかった。本

課題ではガウス幅も 小自乗法で決定する修正フォイ

クト関数、及びギャラトリー関数による解析を試みた。 

(3) 半値半幅の吸収帯による変動について 

 N2O、CO、HCl 及び SO2の振動基底状態での回転

遷移の吸収線半値半幅をサブサブテーマ(2)①の高分

解能 FTIR により得られたもの、あるいは文献値と比

較することにより、半値半幅の吸収帯による変動は測

定誤差程度の大きさであることを確認した。 

(4) 圧力幅係数の回転量子数依存性の数式化について 

 吸収線の圧力幅係数の回転量子数依存性を、広い範

囲の回転準位について、簡単な数式で与えることは、

吸収線パラメータのデータベースを整理するうえで重

要である。しかしこれは従来の単純な多項式展開では

不可能であった。本課題では回転量子数依存性を表す

新規の経験式を有理式展開によって試み、良好な結果

を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］衛星観測、吸収強度、吸収線幅 

 

［研 究 題 目］化学輸送モデルを用いた東アジアにおけ

るハロカーボン排出量の推定に関する研

究 

［研究代表者］田口 彰一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田口 彰一（職員一名） 

［研 究 内 容］ 

 ラドン222の連続観測データとの比較から産総研の大

気輸送モデル（STAG、1.125x1.125、L60）の改良を行

った。ドイツのフライバーグにおけるラドンの観測結果

と比較したところ、境界層が薄い夜間に STAG 濃度が

観測の数倍高くなっていることが分かった。 低境界層

高度を導入したところ問題を回避出来た。この導入によ

り、ハワイのマウナロア（標高3400m）の観測濃度と

STAG 濃度との差も小さくなった。マウナロアでは気象

データから推定される境界層が厚くなる場合に観測濃度

が上昇していた。海陸風の発達するような状況では観測

濃度は島自体から発生するラドンの影響を受けており、

STAG はこの影響を取り入れられないためこの食い違い

が発生すると思われる。発生源強度の不確定性およびモ

デルの水平分解能が対応できる範囲で STAG はラドン

の濃度を再現していると判断される。次に HCFC-22の

濃度を2002年の気象データを用いて計算した。年間排出

量は代替フロン環境適合性試験（AFEAS）の報告値を

用いた。発生源分布として反応性塩素排出量調査

（RCEI）が公表している値を採用した。対流圏の消滅

過程は月別に東西平均で推定された OH ラジカルとの

反応を用いた。2002年に旧航空技術研究所と国立環境研

究所が相模湾上空で測定した濃度および米国海洋大気庁

（CMDL）が測定した濃度と比較した。STAG 濃度と

観測値の差はバロウ岬（アラスカ）および相模湾の1km
以下以外は5ppt 以内に収まった。バロウ岬の濃度は

STAG 濃度が観測値を約18ppt 上回り、相模湾の下層濃

度は観測値を約180ppt 下回ることがあった。相模湾の

下層は STAG が対応できない局地的な風系が関連して

いると思われる。バロウ岬の濃度が観測と一致するよう

に発生源分布に修正を施す必要があることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ラドン、地球温暖化、ハロカーボン、相

模湾 

 

［研 究 題 目］海洋上の有機エアロゾルに対する人間活

動の影響及びその放射強制力の評価 

［研究代表者］兼保 直樹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］兼保 直樹、古賀 聖治、大島美紗子 

［研 究 内 容］ 

目標 数値モデルによって気候変動の将来予測を精確に

行うためには、エアロゾルによる放射強制力を正確に求

める必要がある。このうち有機エアロゾルは、その、発

生源、微物理・光学的特性、および季節的変動に関する

情報が不足しており、その放射強制力の計算過程には不

確定性が多いことから、これらを基本的な情報を明らか

にし、アジア大陸起源エアロゾルの北太平洋上での放射

強制力を算定する。 

研究計画 冬季の Asian outflow に含まれる大気エアロ

ゾルの光学的特性、その湿度依存性、鉛直分布などを小

笠原父島における集中観測により明らかにする。また、

有機エアロゾル中の燃焼起源成分を分析し、さらに韓国

済州島1100m 地点においては大気エアロゾルの採取を1

年間継続する。 

年度進捗状況 父島における海洋境界層内エアロゾルの

光学的特性の連続観測およびフィルターサンプリングに

より、人間活動の影響を受けたアジア大陸起源の大気エ

アロゾルの長距離輸送の状況を捉えた。特に、寒冷前線

通過時の散乱係数および吸収係数の急増、その際のエア

ロゾルの鉛直分布、測定値の湿度補正係数等、今後の放

射伝達計算に必要なパラメータをほぼセットとして揃え

ることができた。また、父島で長期フィルターサンプリ

ングされた有機エアロゾルを分析し、多環芳香族炭化水
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素類の各物質濃度の季節変化から、燃焼起源アロゾルに

は冬季の石炭燃焼等産業起源系のもの、および夏季のバ

イオマス燃焼系のものがあることが判明した。夏季のバ

イオマス燃焼系の有機エアロゾルは、濃度レベル自体は

低いものの、滞留時間の長さから、やはり長距離輸送さ

れたものであることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射強制力、PAHs、黒色炭素 

 

［研 究 題 目］活性化学種との反応による不飽和炭化水

素からのエアロゾル生成機構の研究 

［研究代表者］椎名 拡海（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では大気中での放射や雲の生成などに大きな影

響をあたえていると考えられる、2次有機エアロゾルの

生成機構を素反応過程の観点から検討し、気相の有機物

が大気中で凝集しやすいエアロゾル前駆物質となる過程

を解明することを目的とする。 

 OH ラジカルと、代表的な不飽和炭化水素類であるア

セチレンからの酸化反応機構を検討するため、その反応

素過程により生成する直接的な生成物を光イオン化質量

分析法を用いて検出し、主要な生成物としてラジカル反

応からの直接的な生成物としてケテンに対応する質量数

42の信号を観測した。この結果、低圧においては分解生

成物が主な生成物であることが示唆された。また、アル

ケン類の酸化過程から生成する重要な中間体であるビニ

ルラジカルの酸化過程において、レーザー誘起蛍光法に

よりビノキシラジカルの生成を初めて確認した。これに

より、この反応の速度定数の測定、および、ビノキシラ

ジカル生成経路への反応分岐率の測定を行ったところ、

10-200Torr の範囲で0.2-0.1程度であり、大気圧程度の

条件下においても有意な値になることが予想される。こ

のことは、不飽和炭化水素の酸化過程において、単純な

ラジカル付加生成物だけでなく、その分解生成物も考慮

に入れる必要があることを示唆している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大気化学、エアロゾル、反応機構 

 

［研 究 題 目］太平洋の海洋中深層データ解析による長

期的二酸化炭素吸収量の解明に関する研

究 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］鶴島 修夫、原田 晃 

［研 究 内 容］ 

 1970年代以降の北太平洋の二酸化炭素データを収集し、

統合データベースを作成した。西部北太平洋定点および

東経165度の南北断面において、中深層における二酸化

炭素の増加速度を見積もり、約1000m 深まで二酸化炭

素が蓄積されていることが、直接的な二酸化炭素濃度の

時系列変化からも検出された。さらに、これまでに収集

したトレーサーおよび溶存酸素などのデータセットを時

系列に並べて解析した結果、北太平洋の広範囲な海域で

水深1000m 程度まで、20年の周期を伴いながら海洋表

層と深層との混合が弱化しつつあることを明らかとした。

このことは人為起源二酸化炭素の吸収（Uanth）の程度

が数十年スケールで鈍ってきている可能性があることを

示している。さらに、人為起源二酸化炭素以外の二酸化

炭素の海洋から大気へのやり取り（Unon）が鈍ってい

ることも明らかとなり、Uanth に対して Unon が約2倍

量海洋内に蓄積されていることがわかった。これらの

Uanth と Unon の量比を時空間的に今後明らかにする

ことが、海洋の二酸化炭素吸収に伴う気候変動解析・予

測に重要であり、その変動量を太平洋スケールで明らか

にすることを予定している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、吸収速度、太平洋 

 

［研 究 題 目］屋内外熱負荷低減効果の数値シミュレー

ションモデルによる検証 

［研究代表者］玄地 裕（ライフサイクルアセスメント

研究センター） 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

 民生部門の省エネルギー対策として建築手法による

エネルギー消費削減が有望視されている。そこで本研

究では、個別建物から都市スケールまで建築の各種環

境保全手法が導入された場合の環境負荷低減効果の定

量と技術評価を行い、各手法の効果的な設置法や現実

的な活用を提示することを目的とする。具体的には、

環境保全手法として太陽電池パネル（PV）が夏季の

都市の気温と冷暖房エネルギー消費に及ぼす影響につ

いて検討する。ヒートアイランド化が進む東京23区域

からモデル街区を選び、大規模 PV 設置の定量的影響

評価を行い、ヒートアイランドへの影響も考慮した

PV 設置指針を明らかにすることを目標にする。 

2) 研究の全体計画 

 実際の建物屋上に PV を設置し、PV 設置時の熱の

挙動を実測することで PV 設置熱収支モデルを構築す

る。熱収支モデルを都市気象モデルに導入して、PV
導入が都市気温、冷暖房エネルギー消費に与える影響

を明らかにする。気温への影響、エネルギー消費への

影響を屋上緑化などの他の屋上使用対策と比較するこ

とで PV 設置指針を明らかにする。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 太陽電池パネル大規模設置による年間屋内外熱負荷

低減効果、エネルギー消費量の検討可能なモデル改良

を行った。昨年度までの評価結果とあわせ、一年あた

りの太陽電池パネルの空調エネルギー消費への影響に

ついて定量的評価を行った。さらに、同じ屋上に行う

熱負荷低減手法として屋上緑化を取り上げ､空調エネ
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ルギー消費、気温変化について比較を行った。その結

果、日平均気温変化は両対策とも0.1℃以下と非常に

小さかった。発電を除いた空調エネルギーエネルギー

消費の比較を行ったところ､太陽電池パネルの省エネ

ルギー効果は屋上緑化よりも大きかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池パネル、ヒートアイランド、エ

ネルギー消費 

 

［研 究 題 目］東シナ海陸棚域の堆積物による過去50年

間の長江経由土砂供給量の長期変動に関

する研究 

［研究代表者］斎藤 文紀（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、金井 豊、堀 和明、 

松岡 數充（長崎大学） 

［研 究 内 容］ 

 2009年に運用が開始される長江の三峡ダムの海岸沿岸

域への影響を明らかにするため、過去50年間における土

砂供給量の変動とその海域への影響を解析し、将来の影

響予測に役立てることを目標として、海域から採取した

堆積物コアの解析、河川土砂運搬量との比較を行った。

海域からのコア試料は、華東師範大学との共同研究で採

取した長江河口沖合いの水深7m～42m の海底から2-4m
長のコアを利用した。これらの地域は、長江デルタのデ

ルタフロントからプロデルタ地域に位置している。採取

した地点の堆積速度は、新旧海底地形図の地形変化から

は、Y-5地点：4.1cm/y、Y-6地点：7.4cm/y と推定さ

れ、1963年の Cs137ピークから求めた柱状試料の堆積速

度は、 Y-5 地点： 2.9cm/y 以上、 Y-6地点： 2.4-

4.5cm/y であった。両者を比較すると、ほぼ同様の値

であり、地形図変化の方がやや大きい。 

 鉛210法によって得られた各コアの表層部過去約20年

間の堆積速度と上記の過去40年間の平均の堆積速度を比

較すると、表層部の堆積速度は、40年間の平均と比べて

約1/3程度と小さかった。このことから 近の堆積速度

は、20-40年前と比べると半減していると予想される。

また各コアで比較すると、水深が大きいほど表層部の堆

積速度の減少が大きいことが明らかとなった。 

 長江の河川観測点のデータを見ると、 も下流域に位

置する大通観測点では、1950年から1985年頃までは、比

較的安定していたが、以降急激に減少してきており、

2000年頃では1960-1970年代の6割程度の運搬量しかない。

これらは、流域に分布する1万を超えるダムが建設の結

果と考えられている。河川からの供給量の減少と海域で

の堆積速度の減少が、ほぼ同時期に、同程度であること

から、土砂量の減少が直接海域での堆積速度に影響して

いると考えられる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］長江、三峡ダム、揚子江、東シナ海、ダ

ム、土砂 

［研 究 題 目］産業における環境効率・資源生産性評価

手法の開発と適用に関する研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 

［研究担当者］田原 聖隆、稲葉 敦 

［研 究 内 容］ 

目標 

 産業、企業、製品レベルで環境効率・資源生産性を評

価する手法を開発するため、既存の手法および適応事例

の調査によりその得失を明らかにするとともに、LCA、

MFA、ライフサイクルコスト（LCC）、環境会計などの

関連手法との関係を明らかにする。また、具体的な素材

や製品や企業に対して、生産のために投入される資源量

やエネルギー量、排出物質量を明らかにし、指標を導き、

メソ・マクロスケールデータとの整合性を検証しつつ、

ケーススタディを通じて指標の特性を明らかにすること

を目的とする。 

研究計画 

 本年度は、産業の CO2効率と企業の CO2効率の整合

性を確認しつつ、メソ・マクロスケールデータとの整合

性の検証を実施する。また、実際の企業の CO2効率を

算出のケーススタディを実施し指標の確認をする。 

年度進捗状況 

 本研究では、素材、製品、企業、産業の環境効率をす

べて同一な方法で評価し、産業レベルの効率と各レベル

を比較するために、すべてのレベルで算出可能な貨幣価

値と CO2排出量を比する CO2効率を定義した。基準と

なる産業の CO2効率は、システムバウンダリを考慮に

入れ、3つの CO2効率を提案した。総 CO2効率は、産業

A の生産者価格（生産額）とその全体の CO2排出量の

比し、直接 CO2効率は、企業や産業により加えられる

粗付加価値とその活動において直接排出する CO2排出

量の比し、間接 CO2効率は、その産業における中間投

入額（原価）に対する上流産業の CO2排出量である間

接 CO2排出量の比として定義した。産業の各 CO2効率

の算出により、産業毎の特徴が明らかになった。次に企

業の CO2効率と産業の CO2効率の比較を行った。ビー

ル製造企業3社の直接 CO2効率は、産業連関表から求ま

る直接 CO2効率を補正した値と比較することが可能で

あり、企業の効率の基準となることが明らかになった。

それに加えて、10業界45社の CO2効率を、対象企業の

環境報告書及び経営関連情報から CO2排出量、売上総

利益等を用いて算出した。産業の CO2効率との比較に

おいても、各業界内での比較においても CO2効率の値

はばらつきがあった。このばらつきの原因として考えら

れるのは、各企業の活動（生産）が多産業にまたがって

いる点、CO2排出量の算出対象範囲が的確でないことが

挙げられる。前者を解決するためには、対象企業での対

応産業分類により産業の CO2効率を加重平均した値が、

比較できる産業の CO2効率となる事が明らかになった。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境効率、CO2効率、企業、環境パフォ

ーマンス 

 

［研 究 題 目］都市と農村連携の相互性に関する研究 

［研究代表者］美濃輪智朗（循環バイオマス研究ラボ） 

［研究担当者］澤山 茂樹、川口 靖夫 

［研 究 内 容］ 

研究内容： 

 本研究は「環境負荷の軽減及び 適配分を実現する大

都市近郊農村連携経済社会の制度設計と実施方策に関す

る研究」におけるサブテーマ(3)であり、サブテーマ(1)

および(2)［都市農村連携における都市部(および農村

部)の機能、環境負荷に関する研究］で行われる都市部

と農村部それぞれの分析との整合をはかりつつ、都市と

農村連携統合モデルを策定する。これをもとに、都市・

農村連携機能を発揮するための政策と技術の適合性、さ

らに社会適用へのステップを明らかにする。産総研では

バイオエネルギー利用、熱有効利用に関わる技術の適合

性を明らかにする。 

 平成15年度は、都市生産物、農村生産物、有機廃棄物

（バイオマス）、非有機廃棄物、エネルギー、肥料、

CO2をパラメータとする都市農村連携モデルを共同で構

築した。パラメータに線形モデルを導入して、必要な原

単位を整理した。また、本モデルで重要となる輸送、流

通の形態について整理した。さらに、バイオマス変換技

術について新規技術の調査を行い、下水汚泥のメタン発

酵に関してコストや環境影響（CO2排出量等）、変換効

率などの原単位がどこまで改善できる可能性があるかを

解析した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］都市農村連携モデル、バイオマスエネル

ギー、熱エネルギー 

 

［研 究 題 目］亜寒帯林森林生態系における炭素収支に

関する研究 

［研究代表者］山本 晋（環境管理研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、三枝 信子、 

飯塚 悟、王 輝民 

［研 究 内 容］ 

 当研究課題では他大学、他研究機関と共同でシベリア

から東南アジアに至るアジアの代表的な植物・土壌生態

系を亜寒帯、温帯、熱帯別に選定し、微気象学的方法に

よる森林・草地生態系のフラックス、チャンバー法によ

る土壌呼吸・植物呼吸、光合成など主要な炭素循環プロ

セスを統一的方法で、原則通年観測する。特に、産総研

では亜寒帯森林生態系における炭素収支の観測および解

析的研究を分担し、北東ユーラシアに広域に分布するカ

ラマツ林生態系を研究対象として、生態系の炭素収支を

フラックス観測と生態学的手法によって推定する。 

 本年度、当課題では北海道（苫小牧）、中国東北部

（老山）、中央シベリア（トゥラ）で実施している森林

炭素収支に関する連続観測を継続して行うとともに、各

地点における拠点整備を進めた。産総研では、特に中国

老山と北海道苫小牧における二酸化炭素フラックスの観

測と年間炭素収支の算出、炭素収支量と各種気象要因の

関係に関する解析を行った。その結果、苫小牧と老山で

は展葉・落葉のタイミング、および着葉期間の降雨パタ

ーンなどが異なるものの冬季や展葉直後（6月）の炭素

吸収速度はほぼ同程度であること、大陸性気候下にある

老山では夏季に乾燥の影響による吸収量低下が見られる

ことなどが定量的に示された。年間ベースの炭素収支に

ついては、このほかに根呼吸の季節性、黄葉化のタイミ

ングと針葉中の窒素濃度変化などに関する情報も必要で

あると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］亜寒帯針葉樹林、カラマツ、炭素収支、

フラックス観測、クロスチェック 

 

［研 究 題 目］温帯森林生態系における炭素収支に関す

る研究 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理研究部門） 

［研究担当者］山本 晋、近藤 裕昭、蒲生 稔、 

三枝 信子、飯塚 悟、高村 近子 

岐阜大学：小泉 博、村岡 裕由 

［研 究 内 容］ 

（目標・研究計画） 

 本課題は、大気中 CO2濃度上昇の抑制を目指して、

陸域特にアジア地域の大気－陸域間の CO2の交換の実

態を統合的に明らかにすることを研究目的として実施さ

れているプロジェクト研究「21世紀の炭素管理に向けた

アジア陸域生態系の統合的炭素収支研究」の研究テーマ

「ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによる

陸域生態系の炭素収支解析」のうち、温帯森林生態系の

炭素収支に関する研究を実施するものである。本研究で

は、岐阜県高山市の冷温帯落葉広葉樹林においてタワー

観測を継続して行い、微気象学的な手法により、当森林

による炭素固定量の年々変動の把握し、その変動要因を

明らかにする。同時に、生態系成長量データを得て比較

を行う。更に、生態学的手法や安定同位体比手法を用い

て当森林における炭素循環の素過程を分離し定量的な把

握を図る。得られた結果は、生態系炭素収支モデルやリ

モートセンシング解析手法の開発に利用される。なお、

一部は岐阜大学に再委託して実施する。 

（年度進捗状況） 

 タワー観測によるフラックス、CO2濃度、気象連続デ

ータ取得、土壌呼吸速度の測定、同位体比測定試料の採

取を継続して行い、また、林冠木の光合成特性の季節変

化を測定した。これまでの観測から、1994年から2002年

までの年間生態系純生産量（NEP）は、過去9年間で平
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均259±68gC m-2であること、気象条件の年々変動等に

より、年によって100gC m-2を超える違いがあることが

明らかになった。フラックス観測と土壌呼吸速度の測定

から得られる地上部の呼吸速度の季節変化を調べたとこ

ろ、LAI（葉面積指数：土地面積あたりの総葉面積）が

増加する晩春から初夏の展葉期に増加し、LAI が一定

値を示す頃より減少し、晩夏以降小さい値を示すことが

分かった。林冠木および林内木の個葉の光合成・呼吸特

性の観測結果から、LAI は6月下旬には成熟するのに対

し、個葉の光合成能力はそれよりも遅く8月下旬に 大

レベルに達することが分かった。一方、葉の呼吸活性は

春先の展葉期間中に も高く、その後、徐々に低下した。

個葉の光合成能力は光環境が良い林冠木の方が高かった

が、林内に生育する低木は、弱い光を効率的に獲得し、

光合成生産に利用する特性を発達させていることが示唆

された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素循環、森林生態系、生態系純生産量、

アジアフラックス 

 

［研 究 題 目］熱帯森林生態系における炭素収支に関す

る研究 

［研究代表者］蒲生 稔（環境管理研究部門） 

［研究担当者］前田 高尚、近藤 裕昭 

［研 究 内 容］ 

 熱帯森林帯の3サイトで closed-path 法により CO2フ

ラックス観測を行なっている。超音波風速計の傾斜角の

補正、トレンドの除去、チューブによる時間遅れ補正は

行なっているが、空気密度変動の補正は行なっていない。 

①熱帯季節林（常緑乾燥林）(SKR) 

 タイの熱帯季節林は混合落葉林、乾燥フタバガキ林、

常緑乾燥林に分類される。このうち、常緑乾燥林での観

測をタイ国中部のサケラート環境研究センターの47m
の塔において行っている。サケラートでは、ほぼ成熟林

であるというが、生態系が大気から吸収する炭素量とさ

れる年間積算 NEE は11(2001)、10(2002)、13(2003) 

ton C/ha/yr と成熟林にしては大きい NEE になったこ

とから、NEE と移流に関わる補正係数 u*を用いて弱風

時の夜間の補正を行うと、NEE は2001、2002年では、

それぞれ1.5、1.3ton C/ha/yr となった。乾期に降雨の

あった2003は4.6ton C/ha/yr と大かった。 

②熱帯季節林（混合落葉林）(MKL) 
 混合落葉林での観測はタイ中西部のメクロン流域研究

ステーション内の45m 塔で行っている。乾季雨季の季

節パターンが葉面積指数 LAI や NEE に明確に現れて

いる。ここでは年間の NEE は2001-2003年で、それぞ

れ5.6、3.7、4.5ton C/ha/yr である。ここでも、u*補
正を試みたが、u*と NEE の間にはっきりした関係は見

られなかった。これは、複雑地形に原因がある可能性が

ある。フラックス観測データ取得率は76%（2002）、

89%（2003）であった。エネルギー収支の閉じ率は大き

くても50%である。ここは、竹が多く、2001年後半に竹

が枯死したことと、近くの樹木が倒れてギャップができ

たため、葉面積指数が小さくなってしまっている。 

③熱帯多雨林帯の成長過程にある二次林（BKS） 

 インドネシアの東カリマンタン、ムラワルマン大学熱

帯降雨林研究センターのブキットスハルト演習林内にあ

る30m 塔を利用して、二次林の成長過程における二酸

化炭素収支を測定している。このサイトでは1983年のエ

ルニーニョで火災消失してから成長した高さ15-20m の

Macaranga 属が卓越する二次林が1998年のエルニーニ

ョによる異常乾燥で再び消失した。消失後、材質の脆い

Macaranga 属はすべて倒木となったが、現在、高度

10m まで復活してきている。2001年度は、雨の多い、

通常の熱帯多雨林気候で、年内変化は小さく、生態系純

交換量 NEE の年積算値は5.7ton C/ha/yr であった。

一方、2002年はエルニーニョによる乾燥期が断続的にあ

り、3.3、2003年は乾燥期がさらに長く2.6ton C/ha/yr
であった。フラックス観測データ取得率は80%（2002）、

67%（2003）であった。エネルギー収支の閉じ率は50-

100%であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱帯季節林、熱帯混交林、熱帯多雨林、

CO2フラックス、NEE、タイ、インド

ネシア 

 

［研 究 題 目］地上データによるリモートセンシング手

法の検証と改良（陸域生態系の炭素収支

観測データベース構築と総合的解析に関

する研究） 

［研究代表者］山本 晋（環境管理研究部門） 

［研究担当者］三枝 信子、蒲生 稔、岩男 弘毅 

筑波大学（農林工学系）：西田 顕郎 

［研 究 内 容］ 

（目標・研究計画） 

 従来の地球観測衛星による推定手法の構築、検証は主

に欧米の植物生態系の観測データを用いて行われている

ので、東アジアの異なった条件下の植生にはそのまま適

用できない。東アジアの各種生態系に展開する観測サイ

トの地上観測データと衛星センサー（MODIS など）に

よる純一次生産量（NPP）、葉面積指数（LAI）、蒸発散

等の推定値を比較し、リモートセンシング手法の検証と

改良を図り、東アジアでの衛星リモートセンシング推定

値の精度の大幅な向上を図る。各種生態系での気象条件、

総一次生産量（GPP）、純一次生産量（NPP）、開葉・

落葉、土壌呼吸、葉面積指数（LAI）、光合成有効放射

吸収率（FPAR）、植被率、蒸発比、粗度、葉内水分量、

葉の化学組成、地上分光測定などの連続観測結果と、衛

星センサー（MODIS など）による各種分光指標や

NPP、LAI、蒸発散の推定値を比較・検証し、リモート
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センシング手法を改良する。 

（年度進捗状況） 

 昨年度に引き続き、既存の資料を収集し、リモセンに

よる現行の推定法の問題点の抽出を行なった。さらに、

高山・苫小牧・筑波大の3サイトを重点対象とし、植生

季節変化の連続モニタリングシステムを開発・展開した。

それと炭素フラックス地上観測結果を用いて、衛星リモ

ートセンシングデータが地上植生の季節変化と整合しな

いことの原因を追求し、植生放射伝達モデルと併用して、

地上植生の動態に適した植生指標を検討した。一方、複

数衛星センサーを組み合わせることで、衛星データへの

雲被覆の影響を軽減できることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］森林生態系、リモートセンシング、炭素

収支、Biome-BGC、植生指標 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素収支のモデルによる予測のた

めの情報基盤整備 

［研究代表者］土田 聡（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］土田 聡、岩崎 晃 

（職員1名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 人間活動による炭素循環への影響が顕著になり、気候

変動のリスクが高まっている。しかしながら、今後100

年間を見通して、陸域生態系における炭素収支の変動を

中心とした、炭素循環変動リスクに対して人間社会がど

のように対処してゆくのかについての研究は十分にはな

されていない。特に人間活動と炭素循環の相互作用や炭

素循環の管理に関する知見は著しく不足しているのが実

情である。本研究では、アジア地域の統合的炭素収支変

動予測に基づいて21世紀の炭素管理手法を検討すること

を目的とし、予測モデルのためのリモートセンシングデ

ータ情報基盤整備に関する研究を実施する。アジア地域

における地球観測衛星を利用した植生パラメータ算出ア

ルゴリズム を評価・検討し、その 適化に向けた研

究・技術開発を行う。つまりは、センサ精度に始まり大

気補正・植生パラメータ算出に終わる一連の既存アルゴ

リズムについて、アジア地域環境の特殊性に対する適応

性について検討し、より良いデータおよび計算手法につ

いての要素研究・開発を進める。本年度は、衛星データ

による植生パラメータ算出の基本アルゴリズムの構築に

着手し、その構築に必要となる地上測定データベース

（PEN）の構築を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、収支モデル、リモートセン

シング 

 

［研 究 題 目］PFOS 類の海洋環境動態研究手法の開発

に関する予備的研究  

［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研究担当者］環境管理研究部門 環境計測研究グルー

プ 吉山 秀典  

［研 究 内 容］ 

 近年地球規模の汚染を引き起こしている有害化学物質

として国際的に注目されている PFOS（perfluorooctane 
sulfonate、パーフルオロオクタンスルホン酸塩）関連

物質について 高精度の精度管理が必要となる沿岸・外

洋環境試料を対象に機器分析化学的・環境調査手法を開

発し、将来の地球環境モニタリングの基礎を確立した。 

 現在明らかになっている PFOS 関連物質分析の問題

点は3点である。第一に、試料採集・前処理・定量操作

上のコンタミネーション（以後、ブランク）。第二に、

標準物質に含まれる不純物質（構造の類似した異性体な

ども含む）の高度分離技術。第三に、固相試料からの低

回収率の改善である。ブランクの問題解決は微量環境分

析を行う上で 初に検討するべき項目であるにもかかわ

らず、信頼できる研究は国内には皆無である。また、産

総研が招待され、各国の 先端研究に従事している科学

者を一堂に集めた PFOS workshop（ドイツ）において

も、ブランクの重要性は指摘されたが、十分な QAQC
データの提供はなされていない。平成15年度「化学物質

環境汚染実態調査」においても PFOS と PFOA の全国

河川流域調査が行われたが、ここで用いられている方法

は世界的にコンセンサスがとられている HPLC-
MS/MS 法ではなく、分析行程上のブランクデータ・不

純物質との高度分離を証明するクロマトグラム等、基本

的な QAQC 情報が提供されていないため、既報の分析

値との単純比較は危険である。 

 上記問題を解決するために、本研究ではまず、分析に

関わる全ての行程のブランクを確認した。その結果、バ

イトン・テフロン等のフッ素系樹脂はもちろん、合成ゴ

ム、ポリマーのほとんどから有意濃度でブランクを検出

し、試料採集に関わる全ての機材より汚染源を除く必要

性が明らかになった。特に、定量装置である HPLC-
MS/MS 装置自体が原因となるブランクの低減には、装

置の各部品の見直しが必要であった。フッ素系樹脂はほ

とんどの 先端分析機器に含まれているため、サクショ

ンフィルター、配管、流路切り替えバルブ、デガッサー

の全てからフッ素樹脂を除く事が必要であった。また、

水試料の濃縮操作に関わる固相吸着剤は従来よく使用さ

れる C18カートリッジはブランクが大きく不適切である

ことが判明したため、両性吸着剤を検討し、良好な回収

率とブランクを得ることに成功した。さらに、試料バイ

アル、容器、フィルターについても素材の確認とブラン

ク検討を行い、 終的に、検出感度として1L 試料中、

PFOS、0.8pg、PFHS、0.4pg、PFBS、0.6pg、PFOA、

5.2pg、PFNA、1.8pg、PFOSA、1pg、THPFOS、

1.1pg の検出感度を達成することができた。 

 上記で開発した高感度分析法を複数回に渡る国際共同

研究航海において採集した試料について適用した。対象
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海域は南シナ海、東シナ海、北大西洋、中部大西洋、太

平洋西部及び中央部であり、沿岸域として日本近海、韓

国、中国、香港沿岸と東京湾である。分析結果を表1に

示す。今回の調査結果により、外洋海水試料に含まれる

1pg/L レベルの PFOS 関連物質を測定できることが判

明した。またここで明らかにした世界初の外洋汚染デー

タからアジア沿岸域の汚染は数百－1万 pg/L 前後、で

あり、太平洋中部と比較すると数十倍から数百倍高濃度

である事がわかった。特に、大西洋と太平洋の汚染レベ

ルの差と関連物質組成の変動は PFOS 関連物質の地球

規模の動態を解析する上で貴重な知見である。さらに、

沿岸・外洋海水中のモニタリング手法として従来使用さ

れている表層海水測定手法では海洋の三次元測定が困難

なため、南シナ海及び太平洋において海水中鉛直分布を

測定し、深海3000-4000m 前後の海水中 PFOS 関連化合

物の検出に成功した。この成果は従来の海洋学的研究と

融合させ、海洋大循環と大気循環メカニズム内に PFOS
関連物質を外挿し、地球規模将来予測モデルとして結実

させる方向で国際共同研究がスタートしている。 

 近年地球規模の汚染を引き起こしている有害化学物質

として国際的に注目されている PFOS（perfluorooctane 
sulfonate、パーフルオロオクタンスルホン酸塩）関連

物質について 高精度の精度管理が必要となる沿岸・外

洋環境試料を対象に機器分析化学的・環境調査手法を開

発し、将来の地球環境モニタリングの基礎を確立した。

平成12年に行われた国内初の PFOS 研究成果と産総研

の有する国内精度管理技術を併用することで、1L 試料

中、PFOS、0.8pg、PFHS、0.4pg、PFBS、0.6pg、
PFOA 、 5.2pg 、 PFNA 、 1.8pg 、 PFOSA 、 1pg 、

THPFOS、1.1pg の検出感度を達成し、信頼性の高い

分析値を得るための分析行程の QAQC 評価基準も確立

できた。 

 本研究成果は国内初の PFOS 環境汚染マップの完

成・世界初の地球規模外洋汚染データの提供・深海海水

中 PFOS 濃度の測定等、多数の成果をあげるとともに、

国際学会賞受賞、第四回海洋汚染国際会議における招待

講演・キーノートスピーチに選ばれるなど、日本の環境

分析技術の優位性を国際的にもアピールできた。さらに、

多数の国際共同研究の申し込みを受けると共に、受託・

共同研究など、国内産業界との連携も深め、フッ素系化

学産業の適正指導のための情報提供体制を独立行政法人

として初めて確立することができた。また、経産省・環

境省所管及び日本化学工業会のミーティングにおいても

協力分担に合意、PFOS/PFOA 以外検討対象としてい

なかった環境省「化学物質環境汚染実態調査」の検討項

目として他の残留性フッ素化合物にも目を向けさせ、よ

り適切な環境影響評価をスタートさせることに成功した。 

［分 野 名］環境 

［キーワード］PFOS、パーフルオロオクタンスルホン

酸 

［研 究 題 目］有害化学物質の環境中での分解・変質と

有害性評価に関する研究 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、中里 哲也、伊藤 信靖 

（職員2名、他１名） 

［研 究 内 容］ 

 人為起源有害化学物質による海洋汚染は広域化し、海

洋生態系への影響が懸念されている。2001年に残留性有

機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs 条約）

が成立し、対策と共にこれらの化学物質の地球規模での

監視が盛り込まれている。有害化学物質はそれ自身の有

害性もさることながら、環境における変質過程によって、

より有害性の高い物質を生じる可能性が懸念されること

から、海洋環境における変質過程の解明とその有害性評

価を行う。このため、海洋中で新たに生成する多環芳香

族（PAH）や PCB の水酸化体に着目し、極微量分析法

を開発して、沿岸域から外洋までの濃度分布を測定する。

また、太陽光シミュレーター（自然光と同じ波長の光を

照射する装置）を用いて水酸化体の生成、分解速度など

のデータを取得するとともに、海域の総合的な有害性

（特に雌性ホルモン様活性）を測定して、未解明であっ

た PAH や PCB 水酸化体の有害性に対する寄与を評価

する。 

 本年度は、疎水性の吸着剤を回転子上に被覆し、これ

を液体試料中で撹拌することにより、分析対象物質を抽

出する方法（SBSE）と熱脱着－GC/MS 法を組み合わ

せて海水中の OH-PAH を定量する方法を開発した。こ

のため、海水中での誘導体化条件について 適化を行っ

た。種々の誘導体化法を検討した結果、無水酢酸による

アセチル化を選択し、その 適条件を求めた。OH-

PAH を含む人工海水に無水酢酸を直接添加することに

より、1,4-diOH-naphthalene を除く、すべての OH-

PAH がアセチル化された。また、アセチル化の直前に

NaHCO3を添加することにより、OH-PAHs の OH 基

が活性化されアセチル化が促進された。無水酢酸の添加

量が20μl で NaHCO3の添加量が0.1g の時、海水中の

OH-PAH を も効率良くアセチル化できることが分か

った。抽出に必要な時間は4時間であった。本法により

海水中の OH-PAH を sub-ppb オーダーで定量できる

ことが分かった。 

 太陽光シミュレーターによる PAH の分解速度に対す

る置換基効果を調べた。この結果、PAH が水酸化体と

して分解するとすると、電子供与体としてのメチル置換

体は、アントラセンの場合9位＞2位＞1位～無置換体の

順になった。なお、この分解速度に対する市販のフミン

酸の添加効果はなかった。理論的には、フミン酸のよう

な溶存有機物の存在は、スーパーオキシド陰イオンラジ

カルの発生を促し、これが分解を誘起すると考えられる

ため、更に共存有機物の影響を解明していく。 

 内分泌攪乱作用に関しては、PAH の一つであるアン
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トラセン（ANT）に焦点を当て、その光化学反応生成

物の雌性ホルモン様活性（エストロジェン様活性）を評

価した。エストロジェン様活性は2つのプラスミドが導

入された酵母 Y190株を用いた in vitro バイオアッセイ

系で評価した。具体的に測定の対象とした化合物は、

ANT、その主要な光化学反応生成物であるアントラキ

ノン（ATQ）、水酸基を1～3つ有する水酸化 ATQ など

である。また、これらの化合物が生体内で代謝された場

合の活性も薬物代謝酵素を用いて実験した。その結果、

ANT の光化学反応生成物の中にはエストロジェン・ア

ゴニスト活性（エストロジェンと同様の活性を持つもの

をアゴニストという）をもつ化合物があることが明らか

になった。 も活性の高かった2-hATQ は17β-エスト

ラジオールの約8000分の1の活性をもち、環境エストロ

ジェンとして知られる、ビスフェノール A の約3倍、p-
ノニルフェノールの約0.4倍の活性値であった。一方、

アンタゴニスト（エストロジェン活性を抑制するもの）

試験の結果から、ANT の光化学反応生成物の中で陽性

物質が1つ確認された。以上の結果から、環境汚染物質

の PAH の一つである ANT、及び ANT に光を照射した

時に生成する化合物あるいは、その代謝産物がエストロ

ジェン・アゴニスト及びアンタゴニスト活性を有するこ

とが明らかとなった。これらの結果は、PAH の光化学

反応が新たな内分泌撹乱物質の起源となることを示唆し

ている。本研究では、誘導体の影響を評価する上でエス

トロジェン活性に着目しているが、生物に対する化学物

質の影響は未だ不明な点が多く、このようなデータの蓄

積は今後、更に必要なものとなる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］海洋汚染、多環芳香族炭化水素 

 

［研 究 題 目］保存すべきサンゴ礁の水質・光環境条件

に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高、長尾 正之、井上麻夕里、 

吉永 弓子 

［研 究 内 容］ 

 高い生産性と生物多様性を有しているサンゴ礁の減

少・衰退が世界的な規模で進んでおり、その保全は国際

的にも重要な緊急課題となっている。本研究は、世界的

にも貴重なサンゴ礁が存在する沖縄県八重山諸島におい

て、保全すべきサンゴ礁環境の必要条件について検討を

行い、サンゴ礁生物多様性保全地域選定に必要な科学的

資料を得ることを目的とする。平成15年度は、石垣島東

部に現存するサンゴ礁の小規模健全域である宮良湾の生

物群集調査地点において水質・光環境の多点計測を実施

し、生物群集の分布特性と海洋環境との比較、特に陸域

の影響について検討が可能なデータセットを収集した。

宮良湾に面した3つのサンゴ礁内岸寄りで塩分が外洋水

よりも低下している様子がよくわかり、これは陸水の流

入によると考えられる。このような岸-沖方向の勾配は、

各種栄養塩濃度等にも確認された。また、宮良湾を含め

た石垣島沿岸サンゴ礁の環境特性を評価するために、石

垣島東海岸3地域（安良崎沖・白保轟川河口域・宮良

湾）と石西礁湖内のシモビシにおいて、陸源堆積物、い

わゆる赤土とその礁内海水の濁度への影響を調査した。

堆積物中の細粒物質の分析定量には、堆積物中懸濁物質

含量簡易測定法（SPSS 測定法）を用いた。宮良湾のサ

ンゴ礁の礁池の一部と水路部分、轟川河口から北側の海

岸部に SPSS 値の高い海域が見い出された。一方、安

良崎、白保、シモビシでは全体的に SPSS 値が低い。

サンゴ礁海水の濁度には、大局的に SPSS 値との有意

な相関関係が認められ、礁内での海水の濁度の原因が堆

積物中の細粒物質の再懸濁であることを示唆している。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］サンゴ礁、濁度、陸水、栄養塩 

 

［研 究 題 目］サンゴ礁の海水流動と懸濁物の挙動に関

する研究 

［研究代表者］長尾 正之（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之 

［研 究 内 容］ 

 サンゴ礁内の濁質分布の規定要因を検討し、保全すべ

きサンゴ礁環境の数値基準を海中懸濁物と光環境の視点

から提案することを目的として平成15年度は、(1)陸域

の影響を強く受ける石垣島宮良湾と、外洋水の影響を受

ける石西礁内のサンゴ礁であるシモビシでの海域比較調

査、(2)宮良湾サンゴ礁における海中濁度と底質中懸濁

物質量との相関調査、(3)石垣島東海岸と石西礁シモビ

シのサンゴ礁における海中濁度と底質中懸濁物質量を実

施した。(1)については、シモビシ北の海底付近の濁度

は比較的高く、宮良湾の濁度と同じ程度であること、そ

の原因がシモビシ北の底質中に細粒分が多いためである

ことを明らかにした。(2)については、まず、堆積物中

の細粒物質の定量には大見謝（1987）の堆積物中懸濁物

質含有量簡易測定法（SPSS 法）を用い、表層海水中の

濁度との対応を見た。その結果、宮良湾の場合、みお筋

で SPSS が高い場所を除けば、SPSS の高い場所では表

層濁度も高いことがわかった。(3)では、(2)と同じ解析

を、対象サンゴ礁を石垣島東海岸3地域（宮良湾、白保

から轟川河口、安良崎）と石西礁シモビシに拡大して行

った。その結果、河川の有無が海底の SPSS の分布を

支配していることがわかった。また、全てのサンゴ礁の

データを大局的に見ると、サンゴ礁の海水中の濁度と

SPSS との相関は有意であり、サンゴ礁海水中の濁度の

主因が、堆積物中の細粒物質の再懸濁によることが明ら

かとなった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］石垣島、サンゴ礁、懸濁物質、赤土 
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［研 究 題 目］マーカー遺伝子を導入した組換え微生物

の検出法の開発 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］木村 信忠、北川 航 

［研 究 内 容］ 

 意図的もしくは非意図的に特定微生物が環境中に放出

された場合、その微生物を追跡するためには、当該微生

物株固有の遺伝子を用いて定量検出するのが望ましい。

しかし、対象となる微生物株のどの遺伝子が他の微生物

にはない“まったく固有の”遺伝子かを検索するのは事

実上不可能である。したがって、対象微生物にあらかじ

め、微生物には通常認められないマーカー遺伝子（ある

いは配列）を付与しておくことが も現実的な方法とな

る。昨年度までに緑色蛍光蛋白質をコードする gfp 遺伝

子を微生物の16S rDNA 内に相同組換えによって導入し、

その緑色蛍光によって組換え体微生物を視覚的に追跡し

たり、挿入した gfp 遺伝子配列などをターゲットにして

特定微生物を追跡可能にする技術を確立した。本年度は

機能遺伝子そのものを特異的に検出可能にする目的で、

任意の遺伝子に検出マーカーとなりうる塩基配列を挿入

する技術を開発した。この技術を用い、モデル遺伝子と

して用いた2,4-dichlorophenoxyacetic acid（2,4-D）

初発分解遺伝子である tfdA 遺伝子（2,4-D dioxygenase 
gene）にマーカー配列を持たせた変異型遺伝子、

tfdAm を構築した。この tfdAm はそのマーカー配列を

ターゲットにすることで、元の tfdA 遺伝子とも区別の

出来る特異的な検出が可能であり、本マーカー導入手法

の有用性が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微生物 組換え体微生物、マーカー遺伝

子 

 

［研 究 題 目］LCA による日本からの使用済み自動車

及び部品の適切な使用・再資源化システ

ムの設計 

［研究代表者］稲葉 敦（ライフサイクルアセスメント

研究センター）  

［研究担当者］匂坂 正幸、八木田浩史 

［研 究 内 容］ 

（目標）地球温暖化に加え複数の環境問題を引き起こし

ながら対応が遅れている我国発の使用済み自動車及び部

品を流出先で適切に使用・再資源化していくために必要

な体制を構築することを目指し､そのために LCA によ

る日本からの使用済み自動車及び部品の適切な使用・再

資源化システムを設計する。 

（研究計画）日本発の使用済み自動車及び部品のアジア

における第二ライフサイクル､第三ライフサイクルを考

慮できるよう現存の LCA 手法を拡張する。開発した

LCA 手法により、日本からの使用済み自動車及び部品

の適切な使用・廃棄に関する改善策を評価する。 

（年度進捗状況）日本発の使用済み自動車及び部品のア

ジアにおける第二ライフサイクル､第三ライフサイクル

を考慮できるよう、現存の LCA 手法である環境コスト

（社会的外部コスト）を含めたライフサイクルコストの

考え方を輸出中古車に適用した。 

 1992年、1997年製造のガソリン乗用車（2000cc）、デ

ィーゼル乗用車（2500cc）に関して、日本で使用後にイ

ンドネシアに輸出されて使用される場合について LCA
手法に基づいて環境影響評価を行うと共に、参照ケース

として2002年製造の乗用車が新車としてインドネシアに

輸出されて使用される場合について同様の評価を行った。

各評価ケースの評価イメージ（システム境界）は、以下

の通りである。 

 携帯品扱いの中古車（1992年）→インドネシアへ輸出

→10年、20万 km 走行→廃棄 

 通関経由の中古車（1997年）→インドネシアへ輸出→

10年、20万 km 走行→廃棄 

 新車（2002年）の国内製造→インドネシアへ輸出→10

年、20万 km 走行→廃棄 

 環境コスト（外部コスト）の大きさは、1992年車＞

1997年車≧2002年車の順であり、特にディーゼル車の都

市域大気汚染（NOx、SOx、PM）の環境コストが大き

いことを確認した。アジア向けの中古車輸出においては、

車両価格の安い低年式車が輸出されることが多いが、

LCA 手法に基づく環境コスト（外部コスト）からも、

今後、環境面の改善について対策が必要であることが裏

付けられた。 

 以上のように、輸出中古車の海外における第二ライフ

サイクルの環境影響について、既存の LCA 手法を拡張

した手法によって評価することが可能であることを確認

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］輸出中古車、アジア、LCA、環境負荷 

 

［研 究 題 目］衛星観測データを利用した四次元同化手

法の開発状況の調査 

［研究代表者］田口 彰一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田口 彰一（職員一名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の水蒸気、二酸化炭素、オゾンなどは赤外線を

吸収するため、それら気体成分の分布は大気の熱平衡状

態に影響する。このうち水蒸気は降水との関連から数値

天気予報の早い段階から予報されてきたが、二酸化炭素

とオゾンは予報せず一定値が用いられてきた。欧州中期

予報センター（ECMWF）には2003年から米国の大気

熱赤外サウンダ（AIRS）のデータが即時配信されるよ

うになったのに伴い、二酸化炭素の利用試験が始まった

ため開発状況を調査した。現業解析では二酸化炭素の濃

度は場所と時間に依らず一定にしたまま、気温と水蒸気

の分布から熱赤外（3-15μm）の放射強度を AIRS 専用
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の高速放射伝達コードで計算する。このコードは放射計

算モデル（ GENLIN2）を基に欧州気象衛星機構

（EUMESAT）の資金で作成されている。この結果と

AIRS の観測した放射強度を比較しその差のアジョイン

トから気温と水蒸気の分布に修正を加え再度放射強度を

計算する。この繰り返し計算は簡略化したモデルでおよ

そ50回行う。2003年9月の時点では二酸化炭素の輸送を

考慮せず、二酸化炭素濃度を地点別に変動させる形で実

現していた。鉛直積分二酸化炭素濃度を一か月平均した

分布が作成されていた。二酸化炭素の輸送まで考慮して

解析する時期について衛星グループリーダーの Thepaut
は3-5年、担当者の Engelen は1年以内との見方を示し

た。地球環境全体に対する貢献を目指す ECMWF の提

案書（GEMS）では二酸化炭素の濃度を衛星データか

ら 求 め る と 同 時 に 、 そ の 収 支 は 陸 域 生 態 系 を

GEOLAND プロジェクトと、海洋を MERSEA プロジ

ェクトと共同で研究する計画。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］二酸化炭素、アジョイント、データ同化、

大気熱赤外サウンダ 

 

－環境技術開発等推進事業－ 

［研 究 題 目］ナノ反応場を利用した酵素活用生分解水

循環改善システムの開発に関する研究 

［研究代表者］横川 善之（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］横川 善之、加藤 且也、斎藤 隆雄、 

永田夫久江、穂積 篤、寺岡 啓、 

稲垣 雅彦、阿知波初美、橘樹 淳子、 

張 垠、E. K. Girija、C. Elango 
［研 究 内 容］ 

 ナノスケールの気孔を有する生体触媒担持用セラミッ

クスにより、公共用水の汚濁負荷削減を高度・高効率に

削減するシステムを開発することを目指し、持続的で高

効率な生分解システムを提供するため、環境有害汚染物

質の分解に効果的な有用微生物およびその産生酵素を担

持する、ナノスケールの気孔を有するセラミックス担体

を開発しシステム化を図った。生体触媒を固定するに

適なナノサイズの気孔を有するセラミックス担体を世界

で初めて開発することを目指し、実用化に必要な重要な

知見を得ることができた。ナノサイズの気孔を有するセ

ラミックス担体は、酵素を強く保持し且つ高い活性発現

率があること、選択溶解法でナノサイズの気孔を有する

ヘドロ由来セラミックスを安価に製造できることがわか

った。へドロセラミックスを用いた生物ろ過法では、既

存の担体よりも高い有機物除去能力、硝化能力を有する

こと、生物量、生物相からみた生物付着性においても既

存の担体と同等の効果を有しており、実用化に適してい

ることがわかった。ヘドロセラミックスを用いた環境水

中の微量環境汚染物質の除去手法の確立を目的として、

microcystin LR 分解酵素固定化担体の開発を行った。

アルカリ条件の湖沼から単離された好アルカリ性の

microcystin LR 分解菌 C-1は microcystin LR を速やか

に分解し、またその菌体から抽出した粗酵素でも同様な

分解能力が確認された。酵素作用をもって生物ろ過法の

状況を改善する実用化を目指し、含油排水を用いて試験

を行った。酵素剤を直接添加しても一応の成果は確認さ

れるが、酵素固定化ヘドロセラミックスを用いる場合は

固定化酵素が失活しない限りは恒常的に活性が得られる

ことが可能となることがわかった。また、反応条件の嫌

気化を進めかつ酵素と油分の接触効率を上げるためには

改質槽を別に設けた方が効率的と考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境浄化、酵素、ナノ反応場セラミック

ス 

 

［研 究 題 目］バーコード標識酵母を用いた長期環境汚

染モニタリング装置の開発に関する研究 

［研究代表者］岩橋 均（ヒューマンストレスシグナル

研究センター） 

［研究担当者］岩橋 均、范 紅、北河恵美子 

［研 究 内 容］ 

 河川、工場排水、産業廃棄物施設周辺水等の長期暴露

による毒性評価は、動物試験が中心であり、その費用か

ら、積極的には導入されていない。そこで、これまで不

可能とされてきた、微生物を指標とした長期暴露試験を

可能にする簡易モニタリング装置を開発する。 

 具体的には「連続培養系培地組成の検討」「バーコー

ド酵母の選択」「連続培養装置の開発・改良・運転方法

の確立」「選択バーコード酵母を用いた連続運転試験」

を通して、簡易モニタリング装置を開発している。 

 連続培養系培地組成についてはその組成を確定した。

またバーコード酵母については、各毒性分類グループを

代表する化学物質、SDS、テルペン、カドミウム、チ

ウラム、等の化学物質を用いて、有用酵母株の選択を行

い、現時点では、YIL029C、YML097C、YPL065W、

YIL053W 等の利用可能な酵母約150種類を選択するこ

とができている。また連続培養装置については、市販の

装置に当該研究で開発した濁度モニタリング装置設置を

改良し試作前機を先ず作成した。さらに本装置を用いて、

問題点を抽出、新たに試作機を設計・作成を行うことが

できた。16年度内に、実用化の目処をつけ、ユーザーの

発掘を行いたいと考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA マイクロアレイ、バーコードマイ

クロアレイ、環境化学物質 

 

－その他－ 

［研 究 題 目］平成15年度スパイクタイヤ類似品に関す

る調査 

［研究代表者］二瓶 光弥（エネルギー利用研究部門） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(573) 

［研究担当者］二瓶 光弥、清水 健一 

［研 究 内 容］ 

 スパイクタイヤ類似品（ガラス繊維含有タイヤを含む。

以下同じ）について「スパイクタイヤ粉じんの発生の防

止に関する法律」（平成2年法律第55号）第2条第1項に規

定するスパイクタイヤに該当するか否かを判断するため

のガイドライン（案）を策定することを目的とした。新

たなスパイクタイヤ類似品による路面損傷等に関して補

足調査を実施するとともに、これと平成13、14年度に実

施したスパイクタイヤ類似品に関する調査結果をふまえ

て、有識者による調査検討委員会において技術的・専門

的な観点から検討を加えるなどし、スパイクタイヤに該

当するか否かについて判断するためのガイドライン

（案）を策定した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］スパイクタイヤ、類似品、粉じん、環境

影響、ガイドライン 

 

④【その他省庁】 

［研 究 題 目］平成16年度「生物機能の革新的利用のた

めのナノテクノロジー・材料技術の開

発」 

［中 項 目 名］水クラスターの構造制御およびその触媒

材料合成への応用 

［研究代表者］清住 嘉道（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］長谷川泰久、長瀬多加子 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、農産物などの生体と水との相互作用、水が

示す物質特性の把握ならびに水の分子構造変化に伴う材

料の特性変化を通して、存在状態が異なる水のナノ領域

での胴体評価を総合的におこなうことを目的とした。本

研究は次の4つのコンテンツから成り立っている。 

１．材料としての水：水クラスターの構造制御およびそ

の触媒材料合成への応用（産総研） 

２．蒸気としての水：食品加工調理に用いる過熱蒸気中

の水分子の動態評価（食総研） 

３．水構造測定法開発：ナノ領域における溶液構造の解

明と生体反応制御技術の開発（北海道農業技術開発セ

ンター） 

４．水イメージング法開発：ナノ領域における水のイメ

ージング（東京大学大学院農業生命科学研究科） 

 材料としての水に関しては、前年度までに強アルカリ

電解水を用いることにより、ゼオライトおよび層状ケイ

酸塩の結晶化が促進されることを明らかにするとともに、

合成反応系内に存在するアルカリカチオン種を変えるこ

とにより、新規の層状ケイ酸塩を合成することにも成功

している。 

 今年度は、得られたミクロポーラス材料の触媒材料お

よび分離材料としての評価を行った。五員環構造を有す

る新規層状ケイ酸塩の層間内の Si-OH 基を縮合させる

ことで新規ゼオライト CDS-1に転換できることを見出

すとともに、この CDS-1を多孔質支持体（アルミナ、

ムライトなど）上に膜化する技術を開発した。この

CDS-1膜は、水／エタノールの浸透気化法による分離

性能において、分離係数＝55、透過流束＝0.53というエ

タノール選択透過能を示した。また、従来のゼオライト

に比較して、CDS-1は耐酸性、耐熱性に優れているこ

と（6N-酢酸および塩酸水溶液中で1週間以上構造が安

定であり、800℃-20時間処理にも構造変化なし）を確認

した。現在、バイオマス原料からのエタノール連続発酵

プロセスへの適応、低分子ガス（CO2、CH4など）の

分離、食品加工への応用などを検討している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー 

［キーワード］水クラスター、電解水、ゼオライト、層

状ケイ酸塩 

 

［研 究 題 目］浚渫土砂有効活用検討調査 

［研究代表者］山崎 宗広（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山崎 宗広、星加 章 

［研 究 内 容］ 

 浚渫土砂活用方策の一つとして、湾口部地形改変の埋

め込みに浚渫土砂を利用する可能性についての研究を実

施する。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］閉鎖性湾、海水交換、浚渫土砂、地形改

変、徳山湾 

 

［研 究 題 目］建物内の位置履歴からのユーザモデリン

グに関する研究 

［研究代表者］松尾 豊 

（サイバーアシスト研究センター） 

［研究担当者］和泉 潔、岡崎 直観、浅田 洋平、 

森 純一郎、谷口 智哉 

［研 究 内 容］ 

 ユビキタスネットワーク環境において、ユーザの位置

情報を取得する技術が開発されている。特に建物内の位

置情報はユーザの特性が反映され易く、車椅子や高齢者

などの属性や、目的、興味などのユーザモデルが得られ

れば効果的な情報支援に活用できることが期待される。

本研究では、センサから得られたユーザの位置履歴を用

い、ユーザにとっての空間の意味表現に変換した上で、

ユーザモデリングを行う技術を開発する。 

 本研究は、3年間の予定で今年度は2年目にあたる。1

年目は、空間の意味記述の体系づくり、およびユーザの

位置情報データの取得を行った。具体的には、2004年2

月に産業技術総合研究所臨海副都心センターにおいて、

ユーザの位置情報を取得した。現在、この解析作業を進

めている段階である。これまで、ユーザの属性をセンサ

データから判別する分類木の構築や、センサの重要度の

計算法などの知見が得られており、2件の特許出願を行
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っている。今後は、意味記述の体系と組み合わせて、ユ

ーザモデリングの精度を向上されるようにアルゴリズム

の構築を行っていく予定である。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ユビキタスネットワーク、ユーザモデリ

ング、位置情報 

 

［研 究 題 目］超ギガビット磁気メモリの基盤技術の開

発 

［研究代表者］鈴木 義茂 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］湯浅 新治、福島 章雄、 

Ashwin Tulapurkar 
［研 究 内 容］ 

目標 

 二つのスピンチャンネル間の電子の干渉性による角運

動量移動の実証を目指す。 

研究計画 

 H15年度は、以下の計画で研究を進めた。(1)微小接

合作製のためのプロセスを開発する。(2)多結晶試料で

スピン注入磁化反転を実現する。(3)スピン注入磁化反

転のダイナミックな評価を行う測定技術を開発する。 

年度進捗状況 

 その結果、それぞれの項目について以下に示す成果を

得た。 

(1) 0.1μm 以下の精度で強磁性体を加工する技術を開

発した。具体的にはイオンミリングプロセスにおける

レジストの硬化を防ぐ方法を開発した。イオンミリン

グプロセスにおけるレジストの硬化の原因としては①

ニュートライザーのフィラメントからの輻射熱による

焦げ付き、②イオン照射による試料自体の加熱による

焦げ付き、③イオン照射による直接的なレジストの硬

化が考えられる。このうち、①と②を装置の改善によ

って解決した。 

(2) これらの努力により、0.1μm×0.15μm の試料に

おいてスピン注入磁化反転を実証した。臨界電流は

5×107A/cm2程度であった。 

(3) 極短パルス電流を通電することにより高速磁化反転

の特性を調べる装置を開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、トンネル磁気抵抗効

果、MRAM、スピン注入磁化反転 

 

２）国以外からの外部資金  

－NEDO－ 

［研 究 題 目］革新的部材産業創出プログラム／マイク

ロ分析・生産システムプロジェクト実用

的マイクロ化学プロセス基盤技術の知的

集約化・体系化に関する研究 

［研究代表者］水上富士夫（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］水上富士夫、花岡 隆昌、濱川 聡、 

横山 敏郎、清住 嘉道、佐藤 剛一、 

蛯名 武雄、葉 淑英、芹生 章典、 

清水 肇、前田 英明、宮崎真佐也、 

山口 佳子、山下 健一、前田龍太郎、 

松本 壮平、村越 庸一、一木 正聡、 

Zhang, Yi、市川 直樹、安藤 泰久 

［研 究 内 容］ 

 本研究は①膜技術利用マイクロシステム、②生理活性

体合成・分離用マイクロシステムの開発・評価、および

③実装技術の開発・評価・規格化、に関する研究開発を

実施し、マイクロ化学プロセス技術の体系化研究を拡充

するものである。 

 本年度、①膜技術利用マイクロシステムの開発におい

ては、均質かつ気密性の高いマイクロ Pd 薄膜リアクタ

ーの作製に成功した。このリアクターで得られた水素の

透過速度は本年度の目標値である10-3mol/m2/sec を越

えるものであった。また、液相流通型のマイクロチュー

ブリアクターを用いた5-ヒドロキシ-1-テトラロンの合

成反応も実施した。 

 ②生理活性体合成・分離用マイクロシステムの開発・

評価では、多相系マイクロ空間における物質移動、反応

現象の実験的検証を行った。その結果、チャネル折り返

し部の2次流れの界面形状および2液の混合に与える影響

を共焦点顕微鏡と微少流体工学的な見地からのシミュレ

ーション実験を用いて示した。ラセミ体光学分割用マイ

クロリアクターの開発では、シリコン基板上に蒸着させ

た金膜を選択的に化学修飾することにより水油2相を効

率的に分離・分割する技術を確立した。 

 ③実装技術の開発・評価・規格化に関する研究では、

化学プロセスに対応できるブレッドボードタイプの実装

標準ボードの開発を実施し、流路内面やコネクタ部の耐

薬品コーティング、気体シール等を検討して主に樹脂を

利用した実装用のソケット一次モデルを試作した。計測

技術の高度化と実装技術の評価手法の確立に関する研究

では、微細流路内の流れの特性を評価するため、矩形の

流路内を毛細管力のみで駆動されて進む流れに関しての

理論解析を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］膜技術利用マイクロシステム、生理活性

体合成・分離用マイクロシステム、マイ

クロ実装技術 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

低品位燃料の高効率クリーンエネルギー

変換システムの研究開発：低温プラズマ

改質・レーザ着火による含水素火炎利用

クリーン省エネエンジンの開発 
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［研究代表者］高橋 三餘（エネルギー利用研究部門 

循環システム研究グループ） 

［研究担当者］古谷 博秀、齊藤 剛、他1名 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、（株）三菱重工業、（株）新日本製鉄、東京

工業大学との共同で行っている。産総研においては、エ

ンジン性能に大きく影響する予混合気の燃焼速度に注目

し、低質燃料およびこれを改質し水素を添加した燃料の

性能評価を行った。メタン：窒素比が6:4の低質燃料に

対して反応動力学による計算を行った結果、副室の条件

では混合気の燃焼速度は改質率の増加とともに比例的に

増加し、純メタンエンジンに匹敵する燃焼速度が得られ

る改質率は、主室の当量比0.5では0.3以上、同様に、主

室当量比0.6では0.4以上必要であると予測された。また、

主室の燃焼速度に与える燃料希釈の影響は少なく、純メ

タン燃料に比べ当量比を0.02程度高くすれば燃焼速度は

一致することがわかった。さらに、エンジンシミュレー

タを用いて圧力が5Mpa の時の燃焼速度計測を行ったと

ころ、測定値は計算値に比べて10%程度大きな値を示し

ており、実際には、水素含有量がより大きな影響を与え

ることがわった。こうした比較から、主室当量比0.5で

は改質率は0.2以上、同様に、主室当量比0.6では0.25以

上必要であることが推察された。今後8MPa における含

水素量の影響を実験的に把握する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］低質燃料、ガスエンジン、レーザ着火技

術 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

省エネルギー電力変換器の高パワー密

度･汎用化研究開発 

－パワー密度10倍ニーズに資する、オン

抵抗1mΩ・cm2級の、理論限界に迫る低

損失パワーデバイスの開発－ 

［研究代表者］荒井 和雄（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］福田 憲司、八尾 勉、田中 知行、 

先崎 純寿、小杉 亮治、高橋 徹夫、 

原田 信介、岡本 光央、鈴木 賢二、 

加藤 真、茂木 宝博、下里 淳 

［研 究 内 容］ 

 電力の有効利用にはパワーエレクトロニクス機器の高

効率化だけでなく、高パワー密度･汎用化電力変換器の

低コスト化による一層の普及拡大が図られねばならない。

それには機器の小型化によるワット単価の低減と、大量

生産が可能な汎用ユニット化が必要である。高パワー密

度・汎用化電力変換器（図1）の小型、汎用化には、主

回路素子の極限までの低損失化とともにドライバ回路、

保護回路、制御論理回路などを集積化して部品点数を削

減するドライバ IC の導入が必須である。本課題では、

SiC 素子が Si 素子に代わって広く適用されパワエレ機

器の高効率化に真に貢献できるような省エネルギー用高

パワー密度･汎用化電力変換器を開発できるための先導

的要素3課題、①理論的限界のオン抵抗値を有する SiC
パワー素子化技術、②パワーIC の基盤技術、③高信頼

性ゲート酸化膜形成技術の開発を行う。本年度の成果を

以下に示す。 

① 理論的限界のオン抵抗値を有する SiC パワー素子

化技術 

 終目標は耐圧600V でオン抵抗1～2mΩcm2、H15

年度の目標は Si 面で耐圧600Ｖ、10mΩcm2以下の実

現である。これに対して、MOS チャネル結晶面の選

択（特に、独自に見出した界面準位密度 Dit が少なく

チャネル移動度が高くできると予想される C 面の活

用）、デバイス構造、チャネル移動度が高くできる

MOS 界面形成技術を工夫することで目標達成を図る。

平成15年度は、イオン注入による表面荒れを避けるた

めに、ゲートを形成する P 型層をイオン注入ではな

くエピタキシャル法で形成する独自の縦型パワー

MOSFET（DEMOS）構造を開発して、エピタキシ

ャル成長技術を含めたデバイス構造とプロセスの 適

化を図り、し Si 面ではあるが、耐圧は600V、オン抵

抗は8.5mΩcm2と今年度の目標を達成した。 

② パワーIC の基盤技術 

 4H SiC C 面の活用と産総研が開発したイオン注入

後の高速熱処理技術によってアルミニウムをイオン注

入して形成された p 型ウエル上の n 型 MOSFET の

チャネル移動度58cm2/Vs を得ることができ、今年度

の目標（5cm2/Vs）は勿論、 終目標（30cm2/Vs）
をもクリアすることができた。p 型 MOSFET につい

ては、 終目標はチャネル移動度25cm2/Vs である。

今年度は特に数値目標は掲げていないが、予備検討と

して、まず MOS キャパシタを作製し、界面準位密度

Dit を評価し、ゲート酸化温度を1100℃から900℃ま

で下げることにより、MOS 界面準位密度をかなり低

減できることを見出した。 

③ 高信頼性ゲート酸化膜 

 ゲート酸化膜の信頼性寿命の 終目標は250℃にお

いて30年以上と設定している。但し、H15年度は準備

段階として装置の立ち上げを目標とし、その判定とし

ては、ゲート酸化膜の絶縁耐圧の 大値 EM が、EM
≧11MV/cm となることとした。作製した MOS 構造

試験素子の TZDB 試験では、酸化膜の絶縁耐圧特性

は Si 面よりも C 面の方が平均値では高いこと、C 面

での EM は目標（≧11MV/cm）を達成し、今年度の

目標は達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］シリコンカーバイドパワー素子、超低損
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失電力素子、パワーIC、ゲート酸化膜

信頼性、素子化プロセス 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

革新的省エネダイオードの研究開発 

［研究代表者］大橋 弘通（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］奥村 元、西澤 伸一、加藤 智久、 

石田 夕起、高橋 徹夫、田中 保宣、 

黒田 悟史 

［研 究 内 容］ 

 現在も進歩している Si の先端 IGBT と SiC による高

速超低損失ダイオードをペアで使うことが、SiC 実用化

による省エネルギー実現の も確実な方法であると考え

られることから、本研究開発では、SiC 材料のユニポー

ラデバイス限界を超える超低オン抵抗ダイオードとして、

SiC 材料を駆使し、主として数 kV 以上の高耐圧領域で

高速・超低損失 PiN ダイオード基盤技術の確立を目的

とする。平成15年度においては、耐圧1～2kV において

順方向電流密度500A/cm2の動作で劣化が起きない PiN
ダイオード実証を目標とした。順方向動作時の劣化は基

底面上の結晶欠陥が電流ストレスで増加することが原因

であることから、結晶欠陥を制御・抑制した高品質 SiC
単結晶基板およびエピタキシャル成長層を用いることで

目標を上回る耐圧1.4kV 順方向電流密度600A/cm2動作

でも劣化が起きないことを確認した。あわせて SiC-
CVD の基盤技術となる基板中のマイクロパイプ（貫通

欠陥）の修復技術の開発を行った。その結果、これまで

報告されいてる原料 C/S 比だけでなく、成長圧力を変

化させることによってもマイクロパイプを閉塞できるこ

とを確認した。さらに、SiC-CVD 数値解析技術に関す

る研究動向調査を行った。これらの結果は平成16年度計

画に反映される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭化ケイ素、ダイオード、気相成長 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

多様なニーズに対応するフレキシブルタ

ービンシステムの研究開発 

［研究代表者］古谷 博秀（エネルギー利用研究部門 

循環システム研究グループ） 

［研究担当者］高橋 三餘、壹岐 典彦、齊藤 剛、 

N.Uzunow 

［研 究 内 容］ 

 平成13年度より、産業技術総合研究所が中心となり、

財団法人 エネルギー総合工学研究所、（株）神戸製鋼

所、（株）東芝、川崎重工株式会社、東京工業大学と共

同で研究開発を行っている。 

 産総研では、産業の現場での廃熱の利用率を高め、い

っそう省エネルギー効果を高める次世代型のフレキシブ

ルタービン（MEPS）を提案するため、燃焼を利用して

もエクセルギーロスを低減できる手法を、実システムへ

応用する方向性について、水の蒸発潜熱を利用して廃熱

を回収し、熱の循環と同等の効果をもたらすスチーム再

生を中心として調査研究を行う。さらに、利用可能な廃

熱調査の結果を受け入れ、二酸化炭素削減効果の大きな

システムを提案する。 

 平成15年度においては、これまでのスチーム再生サイ

クルの結果を、次世代 MEPS として大規模エネルギー

変換システムに応用することを考え、その1つの例とし

てガスタービンコンバインドシステムへの応用を示し、

その特性を解析した。この結果、現状のガスタービンコ

ンバインドサイクルに、水素―酸素燃焼を利用したスチ

ーム再生サイクルを導入することによって全体の効率で

59%に近い効率を得られる可能性があり、システムの出

力増分と供給水素のエネルギーの割合となる水素効率で

は、62%HHV を実現できる可能性があることを示し、

次世代の MEPS として有望であることがわかった。さ

らに、蒸気タービンを利用している他の多くのシステム

への応用も視野に入れ、スチーム再生サイクルを応用し、

効率の更なる向上と需要へのフレキシビリティーを向上

する手法についても検討した。この結果、提案システム

を導入することによって夜間モードで総発電効率55%
（HHV）、ピークモードで総発電効率59.4%（HHV）

および出力2倍という目覚しい性能が得られる可能性が

あることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］タービン、水素燃焼、排熱利用、噴霧技

術 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

衝撃結合効果を利用した窯業プロセスの

エネルギー合理化技術に関する研究開発 

［研究代表者］明渡 純（機械システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 篤、小木曽久人、中野 禅、 

佐藤 治道、吉田 博夫、北島 明子、 

（他企業参画者5名） 

［研 究 内 容］ 

Ⅰ．粒子結合・膜緻密化メカニズムの解明と原料粒子調

整技術（産業技術総合研究所） 

 本年度は、微粒子衝突シミュレーションと実験によ

り本手法に適した 適な原料粒子形状や粒子径を予測

するとともに、原料粒子へのミル処理・熱処理による

成膜レートの向上や機械特性向上のメカニズムを検討
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し、常温衝撃固化現象の原理解明とこれを可能とする

適な原料粒子特性を明らかにする。このため、原料

粒子単体を圧縮試験できる評価装置を開発、サブミク

ロンオーダーの原料粒子の圧縮破壊強度測定に成功し

た。結果、実験での衝撃圧力は原料粒子の圧縮破壊強

度を上回り、常温衝撃固化現象の解釈として粒子破砕

モデルの妥当性が立証された。また、粒子間結合状態

の評価、製品応用への検討として常温成膜体の電気特

性や熱処理、プラズマ処理による組織変化を検討した。

結果、絶縁耐圧の粒子衝突速度依存性やミル処理によ

る絶縁耐圧、電気抵抗の低下が見られたが、熱処理な

どによる粒径調整で、これを改善できる目処を得た。

また、常温成膜体と1,000℃熱処理後のビッカース硬

度、微細組織に有意な差は無く、プラズマ耐食性もバ

ルク体と比べ遜色なく、表面荒さについては、常温成

膜体では改善されることが明らかになった。 

Ⅱ．成膜装置の開発（東陶機器株式会社） 

 H15年度の上期の成果として、200mm 角（8inch）
サイズで100V/μm 以上の耐電圧を有する大面積成膜

体を作製するための各製膜条件等の洗い出しが完了し

た。下期は、これらの成果を活かして静電チャック試

作品を作製し、AD 法技術の静電チャックへの展開の

可能性評価を行うことを目標に推進中。まず、これま

での開発によって得られた製膜装置の各要素部品の

適なチューニングと、均質の大面積製膜を高速で実現

させるために開発を進めてきたマルチノズル製膜にお

いてノズル間のエアロゾル噴射量のマッチングを取る

ために、噴射量をセンシングするエアロゾル濃度セン

サーの開発を行い、CCD カメラを用いて各ノズルか

らのエアロゾルの噴射状態を定量的なモニタリングす

るシステムを構築した。これらを用いて、200mm 角

（8inch）サイズの大面積全面で100V/μm 以上の耐

電圧を有する欠陥レスの大面積成膜体を作製すること

ができた。また、これまでに構築した複雑形状への製

膜技術により、実際に、上期に作製したφ4inch の静

電チャック用基板（表面がドット形状）への製膜を実

施し、静電チャックの試作が完了した。さらに、AD
製膜体の静電チャック用途における耐久試験として、

エッチング性の高いフッ素ガス下でのプラズマ耐食性

試験を実施した。その結果、AD 法にて作製した製膜

体は、高純度焼結体並の耐食性があることが確認でき

た。従来からの Al2O3に加えて、特に耐プラズマ性に

優れている Y2O3についても、AD 法による製膜に成

功し、その耐食性については、難焼結性であるために

高価である Y2O3焼結体並の耐食性であることも確認

できた。 

Ⅲ．バルク体作製装置の開発（東陶機器＆産業技術総合

研究所） 

 上期に得られた固化体の評価を進め、PZT を用い

た場合、その硬度については焼成体の340～350Hv を

超える371Hv の値を有することがわかり、十分な固

化が起こっていると判断できた。続いて従来のグリー

ン体法による固化体形成の問題点を踏まえて、固化用

粉体サンプルの作製方法をプレス体法に変更し、また

固化の際に粉体が飛散したり、基材に固着する不具合

を解消するためのジグの改良を行った。現時点では基

材への固着は回避できたものの、固化体の飛散は完全

に解決できておらず、さらなるジグの改良を行ってい

る。この試験を進める中で、ミル粉砕を行った PZT
粉体を用いて500kgf/cm2のプレス圧にて固化前駆プ

レス体を作製したところ、プレス後の時点で既に

229Hv の硬さを有し、この低圧力の静的圧縮におい

て不完全ながら部分的に固化が起こっていることが新

たな知見として得られた。 

［分 野 名］ナノテク材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、微粒子、衝撃

固化、静電チャック、省エネルギー、タ

イル 

 

［研 究 題 目］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

急速昇温型遠心焼結装置の研究開発 

［研究代表者］渡利 広司（セラミックス研究部門 低

環境負荷型焼結技術研究グループ） 

［研究担当者］渡利 広司、粂 正市、長岡 孝明、 

安岡 正喜、津越 敬寿、堀田 裕司、 

佐藤 公泰、杵鞭 義明 

［研 究 内 容］ 

 今日のファインセラミックス産業の80%以上は電子材

料関連であり、特に小型携帯電話の急速な普及や電気製

品の小型化に伴い、コンデンサー部品、圧電体部品、半

導体部品、基板部品の急速な小型化・集積化が進み、小

型形状（大きさ：数 mm）、厚膜（厚さ：10～数100μm）

や薄膜（厚さ：数10nm～10μm）のセラミックスの製

造技術の開発が必要とされている。しかしながら、現状

ではこれらの大きさのセラミックスに効果的な圧力を負

荷して緻密化を促進する焼結技術やその装置はない。当

該研究グループは、新東ブイセラックス（株）との共同

研究を通じて、小型形状、厚膜や薄膜を対象とした急速

昇温型遠心焼結装置の研究開発に取り組んでいる。現在

まで、BaTiO3/Ni 積層体の焼結、基板上の銅厚膜の焼

結において、遠心焼結の効果を確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］焼結、セラミックス 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

エネルギー・物質併産プロセス評価解析

システムの開発 



研 究 

(578) 

［研究代表者］中岩 勝（環境調和技術研究部門 熱利

用化学システムグループ） 

［研究担当者］中岩 勝、秋谷 鷹二、大森 隆夫、 

遠藤 明、山本 拓司、Yu Weifang 
［研 究 内 容］ 

 本研究は、化学産業等の製造業と発電等のエネルギー

産業を統合した全く新しいシステムの構築により、発電

のみを目的とした化石燃料の使用量を極限まで小さくし、

物質生産とエネルギー生産を同時に高効率に行うことに

よりトータルの CO2排出量を大幅に低減し、かつわが

国の産業競争力強化に資することを目指している。その

ために、既存あるいは新たに導入されるプロセスまたは

設備において、従来にない高度省エネルギーシステムを

実現するために必要な解析・評価ツール及びシステムを

開発し、必要となるソフトウエア的な知見を明らかにす

るものである。本年度は、前年度作成したプロトタイプ

Ⅰソフトウエアの主要プログラム（熱ピンチ解析、物質

ピンチ解析）の基本機能と熱物質同時解析のアルゴリズ

ムをさらに検討し、トータルコストの 小化、コプロプ

ロセスが固定負荷で運転していると仮定したときの物質

ピンチ解析、物質利用に関してコプロプロセスの負荷を

パラメータとしてトータルコストの 小化等下記の機能

をプロトタイプⅡとしてプログラム化した。作成したプ

ログラムによりガス化プロセス、ドライアイス製造プロ

セス、鉄カーバイト利用プロセスを対象に統合ピンチ解

析を実施し、それぞれの省エネ効果等を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、コプロダクション、解析、

ソフトウエア、 適化、ピンチテクノロ

ジー、地球温暖化 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

高性能蓄熱材料による熱搬送・利用シス

テムの研究開発 

［研究代表者］遠藤 明（環境調和技術研究部門 熱利

用化学システムグループ） 

［研究担当者］遠藤 明、春田 正毅、中岩 勝、 

秋谷 鷹二、大森 隆夫、山本 拓司、 

下村真理江 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、従来比で 大5倍程度という極めて蓄熱

密度の高い新規蓄熱材の開発を行い、これを利用して排

熱源サイトと需要サイトをオフライン熱輸送システム

（自動車、鉄道、船舶等による熱輸送）で結ぶ熱輸送・

利用システムの研究開発を実施する。そのための高性能

蓄熱材開発は、蓄熱密度を格段に向上すると共にシステ

ム用途に 適化した水蒸気圧／吸着特性を得ることを目

的とする画期的なものである。昨年度までの検討により、

溶媒揮発法により合成した細孔径2nm 程度のメソポー

ラスシリカが材料としてふさわしいことがわかっている

が、蓄熱密度は細孔容積で決められてしまうため、さら

なる蓄熱密度増大のために、より大きな細孔径を持つメ

ソポーラスシリカを適度に親水化することにより操作圧

力範囲において吸着スイング量の 大化を行うことを検

討した。その結果、蓄熱容量（密度）、耐久性の観点か

ら もすぐれた蓄熱材を見い出し、細孔径を 適化する

ことにより目標蓄熱密度1100kJ/kg を実現する蓄熱材

の合成に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、メソポーラスシリカ、吸

着、ケミカルヒートポンプ、空調、地球

温暖化 

 

［研 究 題 目］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発「HEV 用ニッケル水素電池の低コス

ト化技術の研究開発」 

［研究代表者］境 哲男（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］棚瀬 繁雄、尾崎 哲也、岩城 勉、 

立石昭一郎、山崎 剛、宅間 聖一 

［研 究 内 容］ 

 自動車の燃費向上を実現するハイブリッド車

（HEV）の普及は環境・エネルギー問題に関連して、

不可欠になってきた。そこで電池の低コストにより、普

及を加速することが強く望まれている。本研究では低コ

ストで高出力なニッケル正極を開発するために必要な構

成材料である高集電性基材や高導電性水酸化ニッケル、

高導電性金属粉末、高結着性バインダ等の探索と設計を

行い、耐久性の向上を前提とした 適な新材料の選定を

行った。一方、負極材料については、高出力化及び長寿

命化を実現できる水素吸蔵合金材料の探索と設計を行い、

組成の 適化を図った。その結果、高価な発泡ニッケル

基材を用いない新ペースト式正極、及び高価なコバルト

含有量を半減した Mm-Mg 系水素吸蔵合金の開発に成

功した。これらを用いたハイブリッド自動車（HEV）

用電池を試作して、実用に必要な1kW/kg の出力目標を

達成するとともに、電池の出力当たりのコストが従来の

半分になるめどをつけた。更に、45℃での HEV パター

ンサイクル試験によって5万サイクル（20万 km 走行相

当）を達成した。このように低コスト化が可能な新材料

及び新電極において、HEV 用途での実用性を実証する

ことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、ハイブリッド車、ニッケル水

素電池 

 

［研 究 題 目］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

非平衡反応系による高効率物質併産プロ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(579) 

セス技術の研究開発 

［研究代表者］神 哲郎（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］小林 哲彦、Caili Su（特別研究員）、 

森谷千恵美（非常勤職員） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、省エネルギーに役立つ技術としての非

平衡反応プロセスの基盤技術として高性能な水素分離膜

の研究開発を目的とする。当研究所では、金属管支持水

素分離膜の開発において特にコスト低減の課題となる化

学蒸着法を用いたパラジウム（Pd）膜の薄膜化技術を

開発した。本技術においては、膜の水素透過処理速度を

高く保つために、金属基材膜上への中間層のコーティン

グ技術、およびパラジウムの使用量を減らしコスト削減

が可能となると考えられる。 

 金属基材膜上へのコーティング膜作製技術の開発にお

いては、下地コーティング層としてシリカゾルを用い、

その上にさらに粒径の小さなシリカゾルを用いてコーテ

ィングを行うことにより多孔質ステンレス基材膜上へシ

リカ層が作製可能であることを確認した。作製した膜の

気体透過性能を評価したところ、He/N2透過率比がそれ

ぞれ2.3と分子流から予測される値2.6に非常に近く微小

欠陥のない膜が形成されていた。 

 Pd 蒸着源の選択および蒸着プロセスの検討において

は、マイルドな条件下で蒸着可能である Pd 蒸着源とし

てパラジウムヘキサフルオロアセチルアセトナトを用い、

コーティング済みの多孔質ステンレス管状膜基材上への

化学蒸着を試みた。気化部温度および反応部温度を制御

することにより Pd の化学蒸着が可能であり、得られた

膜は少ない Pd の使用量で水素選択性を示した。 

 一方、めっき法により作製した Pd めっき多孔質ステ

ンレス管状膜の欠陥の封止を、上記の化学蒸着法を用い

て検討した。Pd の化学蒸着を行うことにより、その水

素透過性能をほとんど損なわずに水素選択性の向上が見

られた。 終的に得られた膜は、水素透過量0.8kmol/m2/h
以上、水素分離比約300と本研究開発の目標を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素分離膜、化学蒸着法、パラジウム膜、

シリカコーティング 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発／

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発／過冷却蓄熱による床暖房システムの

研究開発 

［研究代表者］平野 聡（エネルギー利用研究部門 熱

回生利用研究グループ） 

［研究担当者］角口 勝彦、松本 成司、平野 聡、 

松本 正江、桜井真実子（エネルギー利

用研究部門熱回生利用研究グループ） 

［研 究 内 容］ 

 貯蔵された熱の抽出が熱需要に応じて可能な蓄熱式床

暖房システムを実現するための基盤技術研究開発を行う。

具体的には、燐酸水素二ナトリウム十二水和物（Na2 

HPO4・12H2O、以下燐酸ソーダと略記）を加熱して完

全に融解させた後に、周囲への放熱で温度が低下した蓄

熱材を過冷却状態で貯蔵し、熱需要に応じて凝固を開始

させて熱抽出を行わせる方法を考え、蓄熱装置の設計に

必要となる過冷却の制御条件と制御方法、長期繰り返し

安定性、および蓄熱槽内の伝熱促進方法などについて、

実験と理論解析の両面から検討する。 

 本年度は、蓄熱容器となる材料と燐酸ソーダ融液との

濡れ性、親和性と過冷却度との関係を調べ、ガラスや金

属などの親液性の容器に対して、疎液性の強い容器では

過冷却度を4～5℃程度拡大でき、その傾向は質量に依存

していないことを明らかにした。また、融解状態の過冷

却蓄熱体を、蓄熱槽内に鉛直かつ稠密に設置した複数の

棒状弾性蓄熱体で模擬し、その間隙を流れる水との間の

熱交換特性および流水の圧力損失特性について、実規模

に近いサイズの装置を用いて実験的に調べた。その結果、

中心蓄熱体－周囲蓄熱体相互間で形成される水流路と周

囲蓄熱体－コンテナ壁間で形成される水流路との間には

クロスフローが生じていること、クロスフロー流量が全

流量と共に増加することで熱交換量が約20％以上増加す

ることなどを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギー貯蔵、蓄熱、過冷却、熱交換、

圧力損失 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発  

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

分散電源排熱を利用したオフィスビル対

応型小形吸収冷凍機の研究開発 

［研究代表者］竹村 文男（エネルギー利用研究部門 

小型分散システム研究グループ） 

［研究担当者］竹村 文男、赤井 誠、遠藤 尚樹 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、分散電源の排熱を利用した小型吸収

冷凍機の開発のため、吸収過程における熱・物質移動プ

ロセスを分離することによって、それぞれの移動現象の

促進を容易に行え、吸収器の構造を簡略化することが可

能となるという考えに基づき、既存の流下液膜型吸収器

の代わりに混合型吸収器を用いる吸収冷凍サイクルを提

案している。混合型吸収器では従来の吸収器とは異なり、

先冷却ベンチュリ型混合器を検討している。本年度は、

温度を32℃に先冷却し吸収能力が高い条件下での溶液を

ノズルから膨張させるベンチュリ型混合器の蒸気吸引試

験を行い、入口条件（入口圧力、入口温度）と冷媒蒸気

吸引量の相関を明らかにすることを目的とした。実験の

結果、冷媒蒸気吸引量は冷却温度の低下により大きく増

加することが分かった。溶液循環量に対する割合は6%
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程度まで上昇し、ノズルの段数を二段にすることにより

目標の吸収量を達成できることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］吸収冷凍機、排熱利用、吸収促進 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

新型有機熱電材料の研究開発 

［研究代表者］清水 洋（人間系特別研究体） 

［研究担当者］清水 洋、舟橋良次、物部浩達、三原敏

之、寺澤直弘 

［研 究 内 容］ 

 300℃以下の廃熱利用は現状の熱電変換の中では未だ

対応策がないのが現状であるが、低温廃熱利用では有

機・高分子系材料も研究開発の対象として考慮される。

低温廃熱には究極の世界の一つに体温発電が想定され、

今後さらにユビキタス化、モバイル化する医療関連デバ

イス端末などの電力源の開発にも繋がり、持ち運びを考

慮した場合の軽量性やフレキシブル性は重要となる。し

かしながら、現在まで有機・高分子系熱電材料はポリア

ニリンなど一部の導電性高分子を対象にした研究開発が

見られるのみであり、その熱起電力係数（ゼーベック係

数）も数十μV/K と無機材料（～200μV/K）に比べて

小さくあまり興味を引いていない。本プロジェクトでは

液晶半導体材料などの高速電荷輸送型有機材料に焦点を

当て、電荷移動度の向上と化学ドーピングによる電気伝

導度の向上というアプローチによって無機材料並の変換

効率（5%）を示す材料の開発とそのモジュール化に取

り組む。平成15年度は新規液晶半導体の合成を電荷移動

度向上の観点から検討、特に分子間の特異的相互作用の

効果を利用するアプローチで取り組んだ。合成した新規

液晶半導体材料は全てヘキサゴナルカラムナー液晶性

（液晶半導体の典型的な液晶相）を示した。一部は比較

的高速の10-3～10-4cm2V-1s-1程度の電荷移動度が得られ

た。一方、モジュール化技術では液晶半導体の高分子フ

ィルム化技術に取り組むために重合官能基を有する液晶

半導体の合成を行うとともに独自技術である波長選択的

赤外レーザ振動励起法による配向制御の可能性を検討し、

重合官能基の導入が液晶性に大きく影響を及ぼさないこ

と及び配向制御の自由度に関する結果を得た。次年度は

これらの電気伝導度向上に取り組みゼーベック係数を明

らかにすることにより更に高速の電荷移動度を付与する

ための指標を得る。また、既存の導電性高分子なども熱

電変換材料の観点から見直す検討を開始する。 

 

［研 究 題 目］エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 

環境応答型ヒートミラーの研究開発 

［研究代表者］金 平（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］田澤 真人、吉村 和記、岡田 昌久、 

徐 剛、浅田 秀男、鄭 文秀 

［研 究 内 容］ 

 住宅やオフィスビルなど建築物の窓は光熱の出入りに

大変重要な部分であり、居住者の要求や季節に応じた光

熱流量の制御は快適な住居環境作りと冷暖房エネルギー

の節約に大きな役割を果たす。従来型省エネルギー窓材

として、可視透明で赤外高反射のヒートミラーと呼ばれ

る熱線反射ガラスが市販されているが、その構造によっ

て決められたスペクトルで熱線を反射するだけで、気温

や季節の変化に応じて自動的に光熱の流れを変えること

ができない。そこで、太陽光など窓からの光熱の流れを

環境温度に応じて自動的に調節できる新規環境応答型ヒ

ートミラーを提案し、平成15年度にエネルギー有効利用

基盤技術先導研究開発事業の一環として研究開発を行っ

た。 

 新規環境応答型ヒートミラーには二酸化バナジウム系

材料を調光層として取り入れる。二酸化バナジウム

（VO2）は室温付近で半導体・金属相転移に起因する大

きな光学的変化があり、その現象をうまく利用すれば環

境温度に応じて自動的に調光することが可能とされてい

る。しかし、可視光近傍の強い吸収により透過率が低い

ことや、単機能しか提案されていないなど大きな欠点が

あった。本研究では積極的に反射防止層を導入すること

で光学系の可視光透過率を上げると同時に、反射防止材

料を酸化チタン（TiO2）光触媒とすることで自動調光

断熱機能に加え、紫外線遮断機能、防汚、防曇、除臭、

空気清浄、セルフクリーニング、親水、撥水など光触媒

による環境浄化機能を持つ新規多機能省エネルギー窓ガ

ラスの開発を目的とした。 

 平成15年度は、材料開発及び光学設計と省エネルギー

効果の評価の両方から研究を進めた。具体的には、材料

開発及び光学設計に関して、①熱線反射機能の向上、②

可視光調光率の向上、③太陽光調光率の向上、④単層構

造における高性能化などを行い、世界トップレベルの研

究成果が得られた。開発中の構造の省エネルギー効果に

ついて、照明、冷暖房効果を含め総合的に評価を行い、

市販省エネガラスや光環境同程度のガラスと比較した。

本研究は、産業技術総合研究所基礎素材研究部門を中心

に研究を進め、省エネルギー効果の評価に関しては日本

板硝子株式会社や武蔵工業大学などから協力を得ていた。 

［分 野 名］エネルギー、材料科学技術 

［キーワード］省エネルギー、窓材料、調光ガラス、薄

膜、相転移、光触媒 

 

［研 究 題 目］革新的部材産業創出プログラム 

高機能高精度省エネ加工型金属材料（金

属ガラス）の成形加工技術プロジェクト 

［研究代表者］三輪 謙治（基礎素材研究部門） 
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［研究担当者］三輪 謙治、安江 和夫、阪口 康司、 

田村 卓也、ルディ・ラクマット、 

厳 正必、水谷予志生 

［研 究 内 容］ 

（目標及び研究計画） 

 マイクロマシン用の超精密歯車等の精密機械部品や、

コリオリ流量計、圧力センサー、リニア・アクチュエー

タ等の高精度計測機器の機能部材、さらには航空機や自

動車等に対して、軽量で高強度な構造材料として期待さ

れる金属ガラス棒材の量産化を目指した、鋳造プロセス

における電磁振動を利用した新プロセス技術の開発を行

う。電磁振動によりガラス形成能を向上させ、多段冷却

制御により棒状素材の創製技術を開発すると共に、量産

化のための連続鋳造技術を開発する。平成15年度は、電

磁振動力を利用した金属ガラス形成能の向上に対して、

金属ガラス化が容易な合金を対象に、金属ガラス化に及

ぼす磁場強度、電流強度、電流周波数等の影響を明らか

にし、金属ガラスの形成能を向上させる条件を求める。 

（年度進捗状況） 

 電磁振動による金属ガラス創製技術開発のため、金属

ガラス化が比較的容易であり、溶解温度が低い

Mg65Cu25Y10合金を試料として選定し、電磁振動プロセ

スの開発を行った。このプロセスにより Mg65Cu25Y10合

金に対して電磁振動下で溶解・凝固実験を行い、金属ガ

ラスの形成能を向上させることが可能であることを明ら

かにし、本プロセスの有用性を実証した。具体的には、

電磁振動強度の増加に伴い、アモルファス相が形成され

易くなること、溶湯への電磁振動時間が長くなるに伴い、

アモルファス相が形成され易くなること、電磁振動印加

終了と冷却開始とのタイムギャップが長くなるに伴い、

アモルファス相が形成されにくくなること、等を明らか

にした。また、これらの現象は、Mg-Cu-Y 合金におい

ては溶融状態で化学的短周期のクラスターが存在し、本

電磁振動プロセスにより、溶湯中のクラスターを電磁振

動力で潰すことにより、結晶の核生成を抑制し、アモル

ファス相を形成し易くしているものと考えられた。また、

金属ガラス化に及ぼす電磁振動条件については、電流密

度の増加に伴い、結晶相が減少すること、過度の電流密

度の増加は冷却速度の減少をもたらし、金属ガラス形成

能を減少させてしまうこと、冷却速度の増加は、結晶核

の大きさを減少させること、磁束密度の増加により結晶

相が減少すること等を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］金属ガラス、電磁振動、マグネシウム合

金、クラスター 

 

［研 究 題 目］計量器校正情報システムの研究開発 

［研究代表者］吉田 春雄（計測標準研究部門） 

［研究担当者］池上 健、福山 康弘、萩本 憲、 

柳町 真也、大苗 敦、奥村謙一郎、 

平井亜紀子、松本 弘一、石川 純、 

平野 育、東海林 彰、山森 弘毅、 

高島 浩、小柳 正男、桐生 昭吾、 

村山 泰、中村 安宏、浦野 千春、 

金子 晋久、佐々木 仁、藤木 弘之、 

桧野 良穂、瓜谷 章、佐藤 泰、 

黒澤 富蔵、高辻 利之、大澤 尊光、 

高本 正樹、寺尾 吉哉、嶋田 隆司、 

新井 優、井土 正也、岸本 勇夫、 

山澤 一彰、丹波 純、小倉 秀樹、 

平田 正紘、秋道 斉、小畠 時彦、 

城 真範 

［研 究 内 容］ 

研究開発テーマ「分野１．時間標準遠隔供給技術の開

発」 

 市販の GPS 受信機を用いた遠隔校正システムを使っ

て校正のための継続的なデータの取得を行い、そのとき

の測定ノイズを評価した。また、時間周波数の遠隔校正

に用途を特化し、市販のものより廉価な GPS 受信機と

データ送信のための装置の開発を開始した。その実験用

セットアップによるデータの取得と送信のための予備実

験を行って動作を確認した。 

研究開発テーマ「分野２(1)．長さ標準供給遠隔供給技

術の開発：波長」 

 昨年度に引き続き光周波数計測システムの評価を行っ

た。モード同期ファイバレーザの光周波数コムと別の方

式で発生された光周波数コムとを比較する実験を行い、

ビート検出部・周波数計測部など周波数計測システムそ

のものによる不確かさは1kHz 以下であることを確かめ

ることができた。これにより来年度開始予定の通信帯の

光周波数の依頼試験開始のための技術的な見通しがほぼ

ついた。また、この光周波数コムを光ファイバ（実験室

内、長さ10km）で伝送した場合に、ものさしの目にあ

たる繰り返し周波数などの特性にどのような影響を与え

るかを調べた。10km のファイバの伝送によるレベルの

低下はあったものの、繰り返し周波数の S/N の劣化な

どはほとんどないことが確認できた。 

研究開発テーマ「分野２(2)．長さ標準遠隔供給技術の

開発：光ファイバ応用」 

 長さ測定を50nm を超える不確かさで実現するために、

一体型で高精度な低コヒーレンス干渉計測装置を製作し、

また温度や気圧などの環境補正用センサーの整備を行っ

た。また、光通信帯1.56μm の ASE 低コヒーレンス光

源と簡易型近赤外光波干渉計を試作して長さ測定に取り

掛かり、実験室内においてであるが、20.0μm の段差

片を被測定試料として用いて25km 長の光ファイバの場

合で0.2μm、53km 長の光ファイバで0.3μm のばらつ

きで長さ情報の伝送ができた。 

研究開発テーマ「分野２(3)．長さ標準供給遠隔供給技

術の開発：ヨウ素安定化 He-Ne レーザ」 
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 ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの制御アルゴリズ

ムとして新たに、１．位相遅れを伴うことなしに変調成

分を完全に除去できる同期移動平均フィルター、２．同

期移動平均フィルターと併せて、演算の高速化、変調信

号の低歪化を実現するテーブル参照方式、の実証機を製

作し、特定標準器更新を目的とした特性評価を開始した。 

研究開発テーマ「分野３．電気標準遠隔供給技術の開

発：直流」 

 チップ及び実装系におけるマイクロ波リターンロスの

解析を行うための計測装置の整備を行うとともに、冷凍

機の低消費電力化と低騒音化を実現した。 

10K において6V の出力をもつプログラマブル・ジョセ

フソン電圧標準素子を開発することに成功した。また、

4.2K において従来型ジョセフソン電圧標準とプログラ

マブル・ジョセフソン4.2K において従来型ジョセフソ

ン電圧標準とプログラマブル・ジョセフソン電圧標準素

子を用いた電圧標準とを直接比較し5×10-9以内で合致

していることを確認した。 

研究開発テーマ「分野３．電気標準遠隔供給技術の開

発：交流」 

 平成13年度のプロトタイプ一号機の開発、平成14年度

のプロトタイプ2号機の開発の成果を受け、AC-DC 標

準校正システムの実用化を目指した 終形のプロトタイ

プ三号機の開発を行った。 

このシステムの jcss 校正への適用を目指して、日本電

気計器検定所（JEMIC）との間で遠隔校正の実証試験

を開始した。 

研究開発テーマ「分野４．放射能標準遠隔供給技術の開

発」 

 通常の標準核種の他、医療用の短半減期核種やガス状

放射性核種などの移動困難な放射線源に対する測定器

（電離箱）の遠隔校正実証実験を試みた。これに加えて、

Ge 検出器の遠隔校正実証実験を試みた。また、荷電粒

子測定装置用線源を仲介器として使用するため、線源特

性評価装置を用いて特性評価を行った。さらに、韓国

KRISS を訪問して、KRISS と我が国の認定事業者であ

る日本アイソトープ協会の間でインターネット経由の通

信により、測定機器のコントロール等、遠隔校正実験を

行った。 

研究開発テーマ「分野５．三次元測定機測定標準遠隔供

給技術の開発」 

 東京電機大学が前年度購入した低膨張材料製ホールプ

レートの測定プログラムを三次元測定機の汎用言語であ

る DIMS により作成した。また、東京電機大学にてミ

ツトヨ製の DMIS を使用して、DMIS の互換性を確認

した。幾何学誤差の安定性を確認し、 適校正周期を確

認するため、浅沼技研にて毎月1度ボールプレート校正

を行い、そのばらつきを確認した。ばらつきは、0.6μ

m 以内であり、高精度な CMM では少なくとも年1回の

校正でよいことが確認できた。産総研で浅沼技研所有の

三次元測定機をネットワーク経由で制御し、ボールステ

ップゲージを測定した。また、そのデータを ftp で取得

し、データ解析を行った。 

研究開発テーマ「分野６．温度標準遠隔供給技術の開

発」 

[1] 仲介標準器抵抗温度計開発と評価 

 平成14年度に製作した耐振動型の標準用白金抵抗温

度計プロトタイプについて、製作法を改良し、輸送実

験を行った。0℃から420℃までの温度範囲で抵抗特性

評価装置の微調整および評価を行った。遠隔データ収

録におけるデータ通信のセキュリティについて調査を

し、認定事業者との接続予備実験を行った。 

[2] 熱電対温度分布特性の評価 

 移送標準器用熱電対に適した熱処理法を決定し、温

度分布依存性の小さな純金属熱電対を開発した。この

結果、熱電対標準の供給に対して移送標準器の不確か

さ0.2℃（1100℃）を達成した。また、開発した熱電

対を仲介標準器として、660℃定点校正の事業者間模

擬技能試験を行った。 

研究開発テーマ「分野７．流量標準遠隔供給技術の開

発」 

 産総研つくば北にある国家流量標準設備（石油大流量

校正設備）において産総研外部からの流量計遠隔校正で

拡張不確かさ0.1%（包含係数2）を達成する目的で、収

録する計測データをインターネットを利用してオンライ

ンで産総研外部に送るために必要な装置、並びに構成要

素の仕様を明らかにしてソフトの整備を行った。 

研究開発テーマ「分野８．力学標準遠隔供給技術の開

発」 

 前年度に試作した気体圧力標準遠隔校正システムの実

験モデルを元にして、産総研外部との間で実証試験を実

施するための移動用モデルを試作した。トランスファー

は信頼性確保のため横河電機製シリコンレゾナンス形高

精度デジタル圧力計を2台用いた。圧力範囲は10-100 

kPa である。 

 この移動用モデルの姿勢変動や環境温度の影響を調べ

る特性評価実験、及び、産総研の内部でネットワークを

利用した実証試験を実施した。更に、移動モデルを外部

に持ち出してネットワークを利用した実証試験を行い、

目標の0.03%に対して0.02%の不確かさで標準を移転で

きる技術的見通しを得た。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］GPS、光コム、モード同期ファイバレ

ーザ、ジョセフソン電圧、低コヒーレン

ス干渉計、放射線源、三次元測定機、石

油大流量校正、通信のセキュリティ、ト

レーサビリティ 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム／ナノ加

工・計測技術／3D ナノメートル評価用
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標準物質創成技術の開発事業 

［研究代表者］小島 勇夫（計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒澤 富蔵、高辻 利之、渡部 司、 

権太 聡、三隅伊知子、一村 信吾、 

野中 秀彦、黒河 明、中村 健、 

尾高 憲二、藤本 俊幸、寺内 信哉、 

東 康史、山岸 秀一、黒田 宏 

［研 究 内 容］ 

 ナノテクノロジーによって加工・成形されるナノ構造

の形状や寸法を評価するために必要な「普遍的なスケー

ル」を平成18年度（2006年度）まで開発するために、面

内方向スケール校正用標準物質創成技術および深さ方向

スケール校正用標準物質創成技術の研究開発を継続して

いる。両研究課題とも候補標準物質の開発および候補標

準物質に値を付けるための校正技術の開発が主要な課題

である。これまでに候補標準物質の作製法の検討を行い、

十分な品質を有する候補標準物質の作製が可能であるこ

とを確認し、一部その構造を高度化するに至っている。

更に値付けに用いる校正技術も基本的な検討を終了し、

実際の装置作製にかかっており、すでに一部の機構は完

成した。以下それぞれのスケール開発についてまとめる。 

面内方向ナノスケールの開発 

 面内方向ナノスケールを開発するために以下の3課題

について検討を行い、平成15年度に以下の成果を得た。 

A:AFM（原子間力顕微鏡）とレーザ干渉計を駆使した

高精度評価技術の開発 

 平成14年度に理論的に検討しシミュレーションによ

って確認したレーザ干渉計の不確かさ低減法について

検証するために、実際にシングルパスのレーザ干渉計

を組み立てて検討した。検出器のゲイン、オフセット、

位相誤差を実時間で補正することによって、周期誤差

を0.04nm（標準偏差）まで低減できることを実証し

た。これらの成果を受け、測長不確かさ0.1nm 以下

を実現可能で、かつ長さ標準に直接トレーサブルな高

精度・高分解能レーザ干渉計モジュールを設計・製作

した。並行して25nm スケールに対応できる高精度微

動ステージを設計・製作し、運動特性を評価した。Z
軸に高倍率光学顕微鏡を搭載した T-AFM メインユニ

ットの設計を行った。 

 更に、既存の AFM を AC モードに改良し、測定の

不確かさに影響を及ぼす走査速度、サンプリング間隔

などの依存性について検討した。また、対称光学配置

差動式 AFM の特性を評価した後、平成14年度に三菱

電機株式会社先端技術総合研究所に製作依頼した試料

（ピッチ10nm～1000nm）ついて、100nm、80nm、

60nm、50nm ピッチを測定・評価した。なお、40nm
ピッチの測定ではパターンの崩れた像が観察された。 

B:面内方向スケール校正用標準物質の開発 

 平成14年度の研究成果を受け、平成15年度は持ち回

り測定と試験的な供給を目的にシリコン基板でピッチ

60nm と100nm の面内方向スケールを電子描画によっ

て製作した。 

C:短波長レーザを用いた長さ校正システムの開発 

 早急に開発が望まれている100nm ピッチ試料の試験

的な供給体制を加速的に整備するために、平成15年度末

に追加の予算配分を受け、193nm 深紫外光を用いた光

回折法による校正システムの試作を開始した。 

 深さ方向ナノスケールの開発 

 深さ方向ナノスケールを開発するために以下の2課題

について検討を行い、H15年度に以下の成果を得た。 

A:高精度積層膜構造評価技術の開発 

 積層膜の膜厚を値付けするためのトレーサブル XRR
（X 線反射率測定装置）の開発を開始した。深さ方向ス

ケールへの値付けの核となる X 線反射率法においては

角度走査の信頼性が、測定装置由来の不確かさの主要因

となることから、平成14年度の検討結果を受け、トレー

サブル XRR に組み込むための校正装置を国家標準との

トレーサビリティの確保を念頭において試作した。また、

試料構造に由来する不確かさを軽減するために、測定試

料の平面度評価システムのトレーサブル XRR 組み込み

用システムを設計し試作した。更に試料の歪みが膜厚評

価の不確かさに与える影響について検討を行い、試料の

形状を考慮した解析システムのプロトタイプを作成した。

また、表面吸着物量評価システムの高度化を行うととも

に同装置を用いて実際に酸化膜表面の吸着物量の評価を

行った。その結果、表面吸着種としては水が も多く、

酸化膜表面には2～5層に相当する吸着物層が存在してい

ることが示唆された。 

 候補標準物質の膜中の均質性を向上させるために、薄

膜の断面に極微小の電子ビームを照射することによって

生じる特性 X 線を利用した、エネルギー分散型分光装置

を膜中均質性評価システムに追加し基本性能の評価を行

うとともに候補標準物質の膜中均質性評価を行った。 

B:深さ方向スケール校正用候補標準物質の開発 

 シリコン酸化物の薄膜候補標準物質の開発においては、

広い面積で均一な膜厚・膜質を有するオゾン酸化膜の作

製が不可欠であることから、4インチ～8インチ基板に対

応できる大面積酸化炉を試作・開発した。この酸化炉を

前年度開発のオゾン供給システムと接続し、オゾン供給

圧力や供給配管（ヘッド）の形状、および供給オゾンガ

スの排気方式、さらに試料基板の加熱温度、加熱方式な

ど、酸化膜作製条件と得られる膜厚・膜質の関係につい

て検討し、4インチ相当の面積で厚さ5.2nm、厚さのば

らつき±0.3nm 以内の均一なオゾン酸化膜の作製を実

現した。 

 また、化合物半導体系の超格子候補標準物質を開発す

るために平成14年度評価結果を基に、層間均質性向上を

目指して超格子物質の試作を行い、その構造を評価した。

その結果、0.35nm 未満の層間均質性を得た。 

［分 野 名］標準 
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［キーワード］ナノスケール、面内方向スケール、深さ

方向スケール、認証標準物質 

 

［研 究 題 目］自動車軽量化のためのアルミニウム合金

高度加工・形成技術の開発事業 

［中 項 目 名］高信頼性ポーラスアルミニウム材料の開

発 

［研究代表者］朝比奈 正（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］朝比奈 正、山田 康雄、加藤 清隆、 

園田 勉、全 仁秀 

［研 究 内 容］ 

 自動車の軽量化は、燃費節減を通じて炭酸ガスの排出

量削減を可能とし、地球温暖化防止の も効果的な手段

である。本開発では、従来の鉄系材に代えて自動車に搭

載可能なアルミニウム材料の加工・形成技術を確立し、

衝突時の搭乗者および被衝突者の安全性確保しつつ大幅

な軽量化を実現するために、ポーラス金属に着目して耐

衝撃性に優れる軽量構造体を実現する基盤技術を開発す

る。 

 産総研においては、ポーラスアルミニウムの高機能化

のために必須な高度に構造が制御された多孔質構造体を

創製し、その機能を評価することによって、プロジェク

トに必要な材料開発指針を提示する。そのため材料創製

プロセス技術と計測･評価技術の開発を進めた。 

 すなわち、実際のポーラスアルミニウムで複雑に絡み

合っている各種パラメータを整理し、各パラメータへの

依存性を明確化するため、各種材料創製プロセス技術の

開発により構造を制御したモデルの創製とその評価を行

い、開発すべき構造体の指針を提示した。その結果、よ

り細かい構造、より一様な構造、異形空孔の排除（個々

のセルがより球に近い構造）により、高特性が実現する

ことを明らかにした。 

 また、計測・評価技術の開発においては、同一構造が

二つと存在しない不均質構造体において、非破壊の構造

計測・評価（高解像度3D-CT、透過 X 線解析など）の

重要性を示し、要求される特性を実現できる構造体条件

を抽出明確化して、その計測アルゴリズムの開発を行う

と同時に解析を進めた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］多孔質材料、ポーラスアルミニウム、自

動車用衝撃吸収材 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発／水素イン

フラに関する研究開発／充てん機用流量

計の開発 

［研究代表者］高本 正樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］中尾 晨一 

［研 究 内 容］ 

 燃料自動車に搭載されている容器内に70MPa まで水

素ガスを充填する時のガス量を計測できる流量計を開発

する。現在、充てん機用流量計として主にコリオリ式流

量計が使用されているが、30MPa 近傍の圧力下におい

てもその長期安定性や信頼性等いくつかの問題点が指摘

されている。そこで、本研究では、高圧水素ガス用流量

計として、低圧での各種ガスの流量測定で実績のある音

速ノズル式流量計を取り上げ、高圧水素充てん機用流量

計を開発する。 

１．水素ガスに対する音速ノズルの特性評価 

 0.5MPa 以下の低圧条件下で水素ガスを用いての音

速ノズルの校正を行った。その結果、(1)窒素ガスの

結果とは明らかに異なり、水素ガスによる実流校正が

不可欠であること。(2)理想気体仮定に基づく理論解

析結果と実験データの比較においては、0.5MPa 程度

の圧力下においても実験結果との差が認められたこと

などから、理論解析解による流量値の推定は難しく、

超高圧下においては、理論解析解は意味を持たないと

考えられること。等が分かった。 

２．高圧水素充てん機用流量計の試作 

 低圧下における音速ノズルの水素ガスに対する実験

結果をもとに、高圧水素ガス計測用の音速ノズル式流

量計を試作した。この流量計は、60L の車載タンクに

70MPa までの水素ガスを5分以内に充てんできること

を目標に設計された。また、この流量計を実流条件下

で校正するための校正器を製作した。この校正器には、

0.5MPa 以下の圧力条件で校正された複数の音速ノズ

ルが組み込まれていて充てん機用流量計と直列に接続

することで充てん機用流量計の出力と比較校正するこ

とができる。 

［分 野 名］環境・エネルギー、標準 

［キーワード］燃料自動車、水素ガスステーション、水

素ガス充てん機、音速ノズル、流量計 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（次世代情

報通信システム用ナノデバイス・材料技

術）ダイヤモンド極限機能プロジェクト 

［研究代表者］山崎 聡（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］藤森 直治、大串 秀世、山崎 聡、 

竹内 大輔、小倉 政彦、吉川 博道、 

齊藤 丈靖、渡邊 幸志、熊谷 直人、 

李 成奇、二子 渉、加藤 宙光、 

久米 博、磯谷 順一、水落 憲和 

（職員8名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンガス等を用いたダイヤモンドの気相合成法が、

我が国で確立されて以来、電子部品分野（ヒートシンク、

ボンディングツールおよび SAW フィルター等）への実

用化が進んで来た。一方、ダイヤモンドの持つ極めて優

れた高耐電圧や高熱伝導度等が活かせる半導体材料に関

しては、研究が継続して実施されて来たが、未だ実用化

には至っていない。しかしながら、近年大型で高品質な



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(585) 

ダイヤモンド基板が合成可能となったこと、n 形の半導

体が作製できるようになったことから、実用化への期待

が急速に拡大してきた。 

 本プロジェクトでは、実用化のネックとなっている p､
n 形半導体のドーピング技術や表面・界面制御技術を確

立することにより、 も早期に市場創出が期待できる放

電灯、電子源および高周波トランジスタの試作評価を行

い、実用化へのブレークスルーを行う。本プロジェクト

の成果が足掛かりとなり、世界に先駆けてダイヤモンド

半導体の産業化を実現し、我が国の国際競争力の強化と

経済の持続的発展に寄与する。 

 このような目標を達成するために、以下の研究項目に

ついて研究開発を実施する。 

 ・伝導制御技術の確立 

  1)ナノドーピング技術の開発 

  2)ナノ表面・界面制御技術の開発 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体デバイス、ドーピン

グ技術、界面制御技術 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術）ナノ計測基盤技

術プロジェクト 

［研究代表者］田中 充（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、榎原 研正、坂口 孝幸、 

高畑 圭二、佐藤 輝幸、衣笠 晋一、 

松山 重倫、齋藤 剛、島田かより、 

小林 慶規、鈴木 良一、富樫 寿、 

平田 浩一、大平 俊之、伊藤 賢志、 

佐藤 公法、松林 信行、今村 元泰、 

城 昌利、福本 夏生、加藤 英幸、 

山田 修史、竹歳 尚之、渡邊 博道、 

阿子島めぐみ、石井順太郎、清水祐公子、 

板倉 正尚、于 潤弁、音田 悦子、 

奥宮正太郎、渡邊 律、小林 英一、 

根田 雅美 

［研 究 内 容］ 

 ナノテクノロジーにおける材料関係分野での基盤的研

究開発を行いつつ、得られた成果等の知識の体系化を図

ることを目的とする｢ナノテクノロジー｣プログラムの一

環として、本プロジェクトを実施した。本プロジェクト

では、ナノテクノロジープログラム等で実施される技術

開発に共通な超微細・高精度な計測として、微小要素物

理特性、空孔、表面構造、熱物性のそれぞれの基盤的計

測技術を構築するとともに、これらの分野での新たな標

準物質を開発することを目標に研究開発を進めた。これ

により、ナノテクノロジープログラム中での知識体系の

信頼性向上に寄与するとともに、産業界における材料開

発の知的基盤を整備することが目的である。 

 平成15年度は、当初の計画通り遅滞なく研究を進める

ことができた。具体的には、 

研究開発項目①「微小要素物理特性の計測基盤」 

 粒子質量分析装置のプロトタイプを設計・試作し、期

待通り時間応答特性の高速化がなされていることを確認

するとともに、超臨界流体を利用したナノ粒子発生装置

の性能評価実験を行った。高精度計測を行う目的で増設

した恒温室下で動的光散乱測定を行なった。本方法によ

り得られた粒子径値が電気移動度分析で決定された値と

不確かさの範囲内で一致することを示した。また、

20nm 径の市販微粒子標準の平均粒径をパルス勾配磁場

核磁気共鳴（PFG-NMR）により求め、その値が動的

光散乱（DLS）測定の結果とよく一致することを示し

た。サイズ排除クロマトグラフィー／多角度光散乱検出

器（SEC-MALS）による高分子分子量分布計測のモデ

ル化を行った。液中粒子数濃度校正技術開発のため、散

乱光と蛍光の分光データのコインシデンスを取ることに

より、粒子気泡識別計数を行った。 

研究開発項目②「空孔の計測基盤」 

 普及型陽電子寿命測定装置に放射性同位元素陽電子線

源を取り付け、装置の性能評価を行った。その結果、ナ

ノメートルサイズの空孔の測定に必要とされる測定時間

レンジ、時間分解能を有することが確認された。また、

標準試料候補材料として多孔質シルセスキオキサン薄膜

を選定し、陽電子寿命の値決め、不確かさ評価、安定性

試験を行った。 

研究開発項目③「表面構造の計測基盤」 

 シリコンおよび白金を基板として金およびアルミニウ

ムについて膜厚の異なる数種類の薄膜試料を製作し、放

射光励起光電子分光スペクトルの強度変化を元に50～

1000eV のエネルギー範囲において電子の有効減衰長の

高精度測定を行った。そのデータを元に薄膜試料の作製

条件について、 適条件を決定した。 

 標準スペクトルデータベースの新規データの取得を続

けるとともに、新たに増設したオージェ分析用電子銃を

用いて高エネルギー分解能オージェスペクトルの取得を

試みた。得られた実用材料およびデータベースのスペク

トルのバックグラウンドを解析するとともに、スペクト

ルの深さ方向の解析性能を高めるために、解析アルゴリ

ズムの拡張を行った。また直感的な操作が可能なユーザ

インタフェースを持つ解析プログラムを開発し、スペク

トルデータベース及び付属情報について公開準備の整っ

た部分から RIO データベース「先端材料評価技術

DB」を使用し一般ユーザーに公開を開始した。 

研究開発項目④「熱物性の計測基盤」 

 ピコ秒サーモリフレクタンス法による薄膜・界面熱物

性の高精度校正技術の開発においては、多層薄膜作成装

置を導入し、金属多層膜の熱拡散率計測技術を確立した。

赤外多波長放射計装置を製作し、放射測温の波長域及び

温度域を拡大するとともに、高輝度赤外光源装置を使用

して赤外光学系評価技術の高度化を進めた。多標的赤外
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放射温度計を製作し、2個の試料を同時測定する示差方

式レーザフラッシュ法によりコーティングの熱拡散率を

計測する技術の開発を進めた。 

 湿式法（ドクターブレード法等）によるセラミックス

系コーティング標準物質を開発し、表面、断面、界面構

造を SEM や X 線回折等により評価した。コーティング

熱物性の均質性評価のために開発を進めている周期加熱

放射測温法を原理とする評価装置に表面観察装置を追加

し熱物性評価部分の表面観察を実現した。 

 熱光学特性の高精度校正技術の開発においては、前年

度までに導入した熱電デバイスを用いた熱物性測定用精

密恒温槽および熱光学特性測定温度設定制御装置により

構成される試料温度設定制御システムにおける基本性能

を確認するとともに性能向上を実現した。さらに、レー

ザ干渉式変位検出装置を改良し、上記の温度設定制御シ

ステムと組み合わせることにより、固体材料の熱・光学

特性を高分解能で計測・校正する技術を開発した。 

研究開発項目⑤「技術の体系化」 

 既存のおよび研究項目①から④で得られた標準物質組

成と特性・機能との相関、及び標準物質合成プロセスと

特性・機能との相関を考察した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］粒子質量分析、クロマトグラフィー、多

角度光散乱検出、陽電子寿命測定、放射

光、サーモリフレクタンス法、レーザフ

ラッシュ法、コーティング標準物質 

 

［研 究 題 目］化学物質のリスク評価及びリスク評価手

法の開発 

＜化学物質総合評価管理プログラム＞ 

リスク評価、リスク評価手法の開発及び

管理対策のリスク削減効果分析 

［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 

［研究担当者］冨永 衞、米澤 義堯、吉門 洋、 

東野 晴行、三田 和哲、井上 和也、

堀口 文男、蒲生 昌志、小倉 勇、 

小野 恭子、吉田喜久雄、岸本 充生、

東海 明宏、岩田 光夫、宮本 健一、

林 彬勒、石川百合子、内藤 航、 

飯野佳世子、高井 淳、井上真智子、 

山本 譲司、奥 真智子、手口 直美、

蒲生 吉弘、牧野 良次、中村 直紀、

石井励一郎、孟 耀斌、小竹 真理、 

山口 治子、小山田花子、篠崎 裕哉 

［研 究 内 容］ 

１．研究目的 

 詳細リスク評価と管理対策の有効性評価のための評

価手法を開発すると同時に、特にリスク管理上重要か

つ緊急性ありと判断される化学物質について詳細リス

ク評価と管理対策の有効性評価分析を行い、この両者

の結果を統合して詳細リスク評価書として公開する。 

また、特に重要と判断される解析ツール（プログラム

ソフト等）は、公開することにより研究者等による試

験的使用に供することにより、より広範な対象への適

用と迅速な改良を図る。 

２．平成15年度の研究内容及び目標 

(1) 暴露情報の整備及び暴露評価手法の開発 

① 広域大気濃度推計モデルの作成・改良 

 本研究開発では、化学物質の生産・使用の大

部分を占める、関東地方、中京地方、関西地方、

瀬戸内地方、北九州地方を対象として、それぞ

れの域内での化学物質の月平均大気濃度の域内

分布を推定する手法を開発する。 

 13年度からの成果を基に15年度は、全国版の

整備を進め、単一モデルから適用する地方を任

意に選択・抽出して濃度推計等を行える形式の

試作品を完成させ、試験的公開を目指す。また、

これに組み込むべきデータベースの整備を行い、

実際にもでるに組み込んだ実証試験を行う。こ

の際、既成の関東版及び中京・関西適用版によ

り整合性の確認を行う。 

② 河川濃度推計モデルの作成・改良 

 本研究開発では、化学物質の生産・使用が集

中する関東及び関西地方を対象として評価する

ためのモデルを開発する。 

 15年度においては、引き続きこれら2つの日本

を代表する水系を対象として、詳細リスク評価

対象となっている化学物質の濃度推計を行える

モデルを構築するとともに、PRTR 制度によっ

て報告された化学物質は移出量を入力して各水

系における濃度分布を推定する。また、リスク

削減対策の効果をモデルシミュレーションによ

って明らかにする。さらに多摩川モデルの入出

力インターフェイスのプロトタイプを構築する。

以上を踏まえ、全国を対象とした水系モデルへ

の拡張手段を明確化する。 

③ 暴露量の個人差に係わるパラメータと原単位

の解析と整備 

 暴露量の個人差を解析するために、性別、年

齢、身体的特徴、食品等摂取量、行動パターン

等の原単位について個人差の情報を付加した形

で解析・整理すること、及び、具体的な物質に

ついて暴露の個人差を詳細に検討することによ

り、個人差パラメータのデフォルト値の提案を

目的とする。 

 15年度は、有害大気汚染物質の個人モニタリ

ングによる住民の暴露量の調査を実施するとと

もに、日本人での化学物質への暴露の個人差、

及び、大気、水、米について摂取量の個人差の
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因子解析とデフォルト値の検討を14年度に引き

続き行う。さらに、これらの結果は内部利用を

経て、一般公開を目指す。 

(2) リスク評価、リスク評価手法の開発及び管理対策

のリスク削減効果分析 

① クロスメディアアプローチによる環境媒体と

摂取媒体中濃度の解析手法の開発 

 人と生態系への様々な環境媒体を経由した暴

露を評価するため、環境媒体間の化学物質の移

行（クロスメディア）を組み入れた暴露評価モ

デルを開発し、それを基に様々な経路からの暴

露量を解析・評価することを目的とする。 

 15年度は、これらを基に沿岸生態系モデルと

して完成し、試験的公開を行うとともに、既存

調査データを用いて解析・検証を行い、その結

果を踏まえて、モデルとインターフェイスやデ

ータ処理部分の改良を行う。 

② 有害性評価のためのエキスパートシステムの

構築 

 多種類の毒性試験結果（測定のエンドポイン

ト）からリスク評価のエンドポイントを選定す

るため、医学文献情報の収集・解析と聞き取り

調査により、暴露により発現する有害影響の標

的臓器と疾病による重み付けに関するエキスパ

ートシステムの構築を目標とする。 

 15年度は、有害性評価のための生活の質デー

タベース作成を目的に、化学物質への暴露によ

り発現する有害影響の標的臓器と疾病による重

み付けに関して、重要なエンドポイントを整理

し、重み付けに手法（DALYs か QALYs か）、重

み付けの主体（誰の選好か）、選好の導出方法

（直接的か、間接的か）などの情報に注目して、

データベースを作成する。 

③ リスク管理対策の社会経済分析手法開発 

 候補となる複数のリスク管理対策（代替案）

の効率評価のため、各種有害影響による損失余

命、支払意思額、生活の質に基づく便益分析、

支払意思額に基づく費用便益分析等の社会経済

分析手法の開発を目的とする。 

 15年度は、この手法を非死亡影響について適

用するとともに、時間得失法や標準儲け法など

の医療経済学で用いられる手法を用い結果を比

較する。 

④ 詳細リスク評価書の作成 

 化学物質リスク評価・管理に係る各種公開文

献情報を、インターネット等を通し広範囲に検

索・収集・解析することにより、詳細リスク評

価対象化学物質とその代替物質等に係るデータ

の収集・解析を行い、詳細リスク評価のための

基礎資料とする。 

 13年度は、2物質（カドミウム、1,3-ブタジエ

ン）についての詳細リスク評価書を、2物質（ノ

ニルフェノール、トルエン）についての暫定版

詳細リスク評価書の作成を行った。さらに、4物

質についても詳細評価書作業を行った。14年度

においては、1,3-ブタジエンについて外部有識

者によるレビューをかけるとともに、詳細リス

ク評価書 ver1.1として公開した。 

 15年度においては、4物質を含む8物質につい

て詳細リスク評価書を作成する。 

⑤ 詳細暴露・リスク解析手法プログラムの整備

と試験的公開 

 本プロジェクトで開発した評価手法等を一般

に使用しやすいソフトウエアとし、プロジェク

ト内での評価作業での使用の簡便化を図ると共

に、プロジェクトの成果として広く一般への普

及を図る。 

13年度では、広域大気暴露評価モデル（関東地

域）((AIST-ADMER))の Window GIU を用い

たユーザーインターフェイスα版のプロトタイ

プを完成し、試用による動作確認を行った。ま

た、技術講習会を開催し、モデルの広報を図る

と同時に、普及・改良等への課題の把握を行っ

た。この結果に基づき14年度では、広域大気濃

度推計モデルの関東版 AIST-ADMER ver.0.8β
を10月1日から公開、無償配布を開始した。 

 15年度では、全国版の試作品を仮公開し、説

明会の開催等を行って、全国版モデルの完成に

向けて活用する。また、沿岸生態系モデルにつ

いても、試験的公開を行う。 

３．15年度研究進捗状況 

(1) 暴露情報の整備及び暴露評価手法の開発 

 広域大気中分布予測モデルについては、平成15年

度は全国版の広域大気中分布予測モデルを作成、

AIST-ADMER ver.1.0（全国版）を平成15年8月

26日から公開、無償配布を開始した。 

 河川中分布予測モデルについては、平成14年度ま

でに開発した関東の多摩川水系分布予測モデルを基

に、地理的条件、河川の特性及び発生源から河川へ

の流路等を他の河川のものに置き換え、関東以外の

主要河川に適用するための開発を実施した。 

 暴露量の個人差に係わるパラメータと原単位の解

析と整備については、平成15年度に有害大気汚染物

質の個人モニタリングによる住民の暴露量調査を実

施し、化学物質への暴露の個人差及び大気、水、米

について摂取量の個人差に関する因子解析、デフォ

ルト値の検討を実施した。 

(2) 詳細リスク評価手法の開発、詳細リスク評価書の

作成 

 クロスメディアアプローチによる環境媒体と摂取
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媒体中濃度の解析手法の開発について、平成15年度

は、前年度までに開発した沿岸生態系評価モデルの

プロトタイプモデルを基に、既存調査データを用い

て改良・検証を進め、AIST-RAMTB ver.1.0とし

て公開、無償配布を開始した。 

 有害性評価のためのエキスパートシステムの構築

について、15年度では、化学物質への暴露により発

現する有害影響の標的臓器及び疾病による重み付け

に関して、重要なエンドポイントを整理し、重み付

けの手法（DALYs、QALYs）、重み付けの主体（誰

の選好か）、選好の導入方法（直接的または間接

的）等の情報を基にデータベースを作成した。これ

らのデータベースを基に教育用ソフト Risk 
Learning を公開、無償配布した。 

 リスク管理対策の社会経済分析手法開発について、

平成15年度は、これまでに開発した、リスクの種類、

年齢、リスク認知等の属性の違いが支払い意志額に

与える影響を同時に推計する手法を、非死亡影響へ

適用可能なように改良するとともに、時間損失法や

標準儲け法等の手法と比較検討を行った。 

 詳細リスク評価については、3物質（1,3-ブタジ

エン、ノニルフェノール、トリブチルスズ）につい

ての詳細リスク評価書を完成し、8物質（コプラナ

ーPCB、鉛、p-ジクロロベンゼン、塩素化パラフ

ィン、フタル酸ジエチルヘキシル、ビスフェノール

A、ジクロロメタン、1,4-ジオキサン）についての

詳細リスク評価書（暫定版）を作成した。また、さ

らに4物質（アクリロニトリル、塩ビモノマー、ア

ルコールエトキシレート、2-メチルチオ-4-t-ブチ

ルアミノ-6-シクロプロピルアミノ-s-トリアジン

(慣用名：イルガロール)）についても詳細評価書作

成作業を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー分野 

［キーワード］広域大気濃度推計モデル、ADMER、河

川濃度推計モデル、沿岸生態系モデル、

Risk Learning、詳細リスク評価書 

 

［研 究 題 目］計量器校正情報システムの研究開発 

計量器校正情報システムの研究開発 

［中 項 目 名］電圧標準（直流） 

［研究代表者］高辻 利之（計測標準研究部門 長さ計

測科 幾何標準研究室） 

［研 究 内 容］ 

 本中項目の目標は、「商用電源が利用できる地球上の

任意の場所において電圧標準の供給を可能にするため、

GPS 周波数を基準として利用し10K 冷凍機による動作

が可能なジョセフソン電圧標準システム（電圧： 大

10V）を確立し、不確かさ0.1ppm を達成する」ことに

あり、この目標の内、エレクトロニクス研究部門の超伝

導計測デバイスグループが担当する部分は、「10K 冷凍

機による動作が可能なジョセフソン電圧標準システム

（電圧： 大10V）を確立すること」にあり、発生電圧

の絶対精度の評価は、計測標準研究部門の電磁気計測科

が担当する。 

 平成15年度において、まず、131,072個の NbN/TiN/ 

NbN 接合を集積したチップの作製を行い、10K におい

て周波数16GHz のマイクロ波を照射することによって

5V 及び-5V においてステップ幅約1mA の定電圧ステッ

プが得られることを見出した。次に、131,072個の

NbN/TiN/NbN/TiN/NbN 接合を集積したチップを作

製した。このチップには直列に接続された262,144個の

NbN/TiN/NbN 接合から成る。このチップに10K にお

いて周波数11GHz のマイクロ波を照射することによっ

て6V 及び-6V においてステップ幅約2mA の定電圧ステ

ップが得られることを見出した。このステップの幅は実

用上十分に大きい値である。今後、チップに照射するマ

イクロ波の周波数とチップに含まれる素子数を増加させ

ることによって、 終的な目標である10V の高精度電圧

を得る予定である。なお、本研究の成果は平成16年度中

に起業予定の産総研ベンチャー（IQUANTUM）を通し

て市場に提供する予定である。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］電圧標準、ジョセフソン素子、冷凍機 

 

［研 究 題 目］健康維持・増進のためのバイオテクノロ

ジー基盤研究プログラム 

糖鎖エンジニアリングプロジェクト 

糖鎖構造解析技術開発 

［研究代表者］地神 芳文（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、立花 宏一、久保田智巳、 

栂谷内 晶、佐藤 隆、亀山 昭彦、 

石塚 靖子、伊藤 浩美、藤井 崇、 

岡村 佳代、地神 芳文、新間 陽一、 

高 暁冬、千葉 靖典、千木良裕子、 

齋藤扶美恵、大澤 文、高橋 佳江、 

石井 智子、平林 淳、久野 敦、 

葉山 洪、中村 祥子、久野しおり、 

内山 昇、中村 充、安形 高志、 

菊池 次郎、仲道 裕美、中村 和紀、 

西村紳一郎、比能 洋、太田 尚志、 

（以下、生命情報科学研究センター） 

高橋 勝利、向井 有理、旭井 亮一、 

福井 一彦、吉野 里美 

［研 究 内 容］ 

 ヒトゲノムをはじめ各種生物のゲノム配列が明らかに

されプロテオーム解析が進展しているが、過半数のタン

パク質が糖鎖の付加した糖タンパク質の形で生体内で機

能している。糖鎖は、糖タンパク質の合成時における立

体構造構築及び品質管理、生体内における糖タンパク質

の寿命、輸送先の制御、細胞の分化制御、病原微生物の
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結合特異性など、生命現象の広い範囲で重要な役割を担

っている。しかし、糖鎖の構造解析技術、合成技術が未

発達なため、糖鎖は多くの研究者にとって解析が極めて

困難なものとなっており、糖鎖についての解析を無視し

てタンパク質の研究を行わざるを得ない状況にある。本

プロジェクトでは、ハイスループットな糖鎖構造解析技

術及び糖鎖合成技術を開発することで、今後のバイオテ

クノロジー発展の基盤となる。 

 極微量の糖鎖構造を迅速に解析するために、質量分析

機を用いた解析技術を開発している。糖鎖は分子量の同

一な単糖が枝分かれして結合した複雑な構造をしており、

異なった糖鎖構造でも全く同じ分子量をもつことも珍し

くない。そこで、質量分析機中で特殊な方法で糖鎖を断

片化しながら、その断片群の分子量を測定することで、

糖鎖構造をハイスループットに解析する技術を開発して

いる。また、糖鎖の部分構造を認識して特異的に結合す

ることが知られている一連のレクチンタンパク質を利用

して、糖鎖構造のプロファイリング技術の開発も行って

いる。一方で、糖転移酵素をカラムに固定化し、そこに

基質を通すことにより連続的に糖鎖付加を行う糖鎖自動

合成機の試作機も作製し、糖鎖及び糖ペプチドの合成に

成功している。各種固定化糖転移酵素の供給のために、

50種類のヒト糖転移酵素遺伝子を目標に酵母で発現させ

ている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖構造解析、糖鎖自動合成、糖転移酵

素 

 

［研 究 題 目］健康寿命延伸のための医療福祉機器高度

化プログラム 

早期診断・短期回復のための高度診断・

治療システム 

心疾患治療システム機器の開発 

［研究代表者］水谷 文雄（生物機能工学研究部門 バ

イオセンシング技術研究グループ） 

［研究担当者］飯島誠一郎、矢吹 聡一、佐藤 縁、 

平田 芳樹 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、国立循環器病センター研究所循環動態機

能部長 砂川 賢二氏をリーダーとするプロジェクトの

一環として、心疾患患者の複数の生体情報を低侵襲で常

時連続的に測定できる超小型統合センサー等の開発及び

その基盤技術からなるインテリジェント生体情報取得シ

ステム、並びに病態に応じて必要時に 適量の薬剤の独

立かつ高精度での投与が可能なインテリジェント薬剤投

与システムの実現に向けたセンサーデバイス基盤技術の

開発を行う。具体的には、心臓障害センサー（利尿ペプ

チドセンサー）及び腎機能センサー（尿素センサー及び

クレアチニンセンサー）に係る基盤技術を開発すること

を目的とする。 

 利尿ペプチド類の選択的な測定には抗原抗体反応を利

用し、この反応過程を酵素を標識分子としてモニターす

る酵素免疫測定が好適と考えられる。また、簡便に、小

型のデバイスで計測を行うには電気化学的検出方法の利

用が 適である。しかし、利尿ペプチド類（ANP、

BNP）の濃度は10pg/ml のオーダーと極めて低く、通

常の電気化学酵素免疫センサーの感度を2オーダー以上

向上させる必要がある。我々は、酵素反応生成物を電極

上に化学吸着、濃縮させた後、電気化学的に脱着させ、

このときの電流を測定するという方法の免疫測定への応

用が高感度化に有用ではないかと考えた。そこで、コリ

ンエステラーゼ反応により生成したチオコリンの銀電極

上へ化学吸着させ、次いで吸着チオコリン分子の電解還

元脱離のプロセスで流れる電流を測定し、この電流の大

きさからコリンエステラーゼ活性を測定するという系を

構築して検討した。この結果、検出可能なコリンエステ

ラーゼ活性10U/mL と、従来の100倍以上の高感度化が

達成できた。これに基づきアセチルコリンエステラーゼ

を標識酵素とする高感度酵素免疫測定式の BNP センサ

ー系を構築した。即ち、BNP とコリンエステラーゼ標

識抗 BNP 抗体との反応→固定化 BNP を用いた未反応

抗体の分離→未反応抗体（固定化 BNP との反応で固定

化される）上のコリンエステラーゼ活性の上記方法によ

る測定のプロセスを開発した。BNP 測定感度は20pg/ml
と血液中の BNP 測定に応用可能であった。 

 すでに開発した尿素及びクレアチニンを測定するため

の酵素センサーを利用して両成分の同時測定システム構

築した。血液・尿中の尿素とクレアチニンの濃度比は

40:1程度と大きいことから、クレアチニンの測定時と尿

素の測定時とで血液試料の希釈比を変え得るようなシス

テム（すなわち、クレアチニンの測定においては試料を

数倍に希釈した状態で測定し、尿素測定時には緩衝液で

さらに百倍程度まで希釈できるシステム）を構築する必

要があるが、このような機能を持つ簡便で新規なセルシ

ステムを開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

 

［研 究 題 目］健康寿命延伸のための医療福祉機器高度

化プログラム 

身体機能代替･修復システムの開発 

生体親和性材料 

［研究代表者］伊藤 敦夫（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］伊藤 敦夫、十河 友、櫻井 常葉 

［研 究 内 容］ 

 骨形成促進、骨吸収防止、組織修復促進効果等、自己

修復機能を強化する働きのある亜鉛が材料中から徐々に

放出し、なおかつ成長因子等の生体活性化薬剤を表面に

担持した、生体適合性（安全性）が高い格子型完全連通

孔多孔質リン酸カルシウム人工骨材料を開発することが

目的である。 
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 水酸アパタイト粉体利用を前提として、バインダー含

有量、プレス圧、粉体量、場合によっては乾燥等の成形

条件と工程を検討した。その結果、気孔率50%（うち開

気孔90%以上）、気孔径450μm の気孔が90%以上、圧縮

強度8MPa（ちなみに海綿骨圧縮強度は1.9-7.0MPa）、
大きさ62x62x30mm の格子型貫通気孔多孔体をプレス

成形と焼結工程で製造できた。高強度の成型体を作成す

るためにはバインダー検索が必要であった。具体的には

合計124通りの条件で、バインダー種類、混合比を検討

し、 適化した。薬剤担持方法を検討して 適化した。

bFGF のダミータンパクであるチトクロム C を、Ca/P
＝ 0.5～ 1.5 、炭酸水素ナトリウム濃度＝ 0.00 ～

15.09mM のリン酸カルシウム過飽和溶液を用いて材料

上に担持した。徐放実験の結果では、チトクロム C は

水溶液中で10日間徐放された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工骨、セラミック、生体親和性、骨形

成 

 

［研 究 題 目］次世代半導体デバイスプロセス等基盤技

術プログラム／極端紫外線（EUV）露光

システムの基盤技術開発 

［研究代表者］富江 敏尚 

（次世代半導体研究センター）  

［研究担当者］松嶋 功、屋代 英彦、青田 達也、 

Jinquan Lin、森脇 大樹 

［研 究 内 容］ 

目標 

 高出力 EUV プラズマ光源達成のため、Mo/Si 多層膜

の反射率の高い13nm の波長域で変換効率の高い錫をタ

ーゲットにするプラズマ光源技術の確立を目指す。 

研究計画 

 高変換効率を実現するための条件を解明し、微粒子群

ターゲットを用いた実験で検証する。 

進捗状況： 

・パルスレーザー生成プラズマからの発光効率を 大化

するための理論的考察を行い、 大の変換効率が得ら

れるのは、プラズマの直径を、励起レーザーのパルス

幅の間に膨張する距離程度にし、その直径でレーザー

が一様に且つ十分吸収されるような電子密度の場合で

あることを明らかにした。具体的には、プラズマの密

度が均一で直径が500μm の場合、パルス幅は5-10ns
が適当であり、波長１μm のレーザーを比較的均一

に吸収させるには、電子密度3E19/cm3が適当である。 

・従来の方式では上記の 大効率条件は実現しがたい。

新たに考案した、Si ウェーハの上に錫微粒子を塗布

し、パルスレーザー照射衝撃で真空中に拡散させる方

法で、検証実験を行った。この一様に拡散した微粒子

集団にレーザーを照射したところ、拡散開始からの遅

延時間50マイクロ秒でプラズマを生成したときに、発

光強度が 大になり、平板錫からの発光の4倍程度の

強度が観測された。発光強度の遅延時間依存性は、理

論予想に一致した。従来を大きく越える発光効率を実

証したことで、100W を越える EUVL 光源実現に展

望を開いた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］EUVL 用光源、錫プラズマ、スペクト

ル利用効率、磁場によるプラズマ遮蔽、

極微量汚染 

 

［研 究 題 目］情報通信基盤高度化プログラム 

窒化物半導体を用いた低消費電力型高周

波デバイスの開発 

［研究代表者］奥村 元（パワーエレクトロニクス研究

センター） 

［研究担当者］清水 三聡、沈 旭強、小倉 睦郎、 

中島 信一、B.-R. Shim、彦坂 憲宣、 

稲田 正樹、山本 武継、清水 三郎、 

古田 啓、松野 年伸 

［研 究 内 容］ 

 準ミリ波、ミリ波領域に至る高周波領域で特徴を発揮

する窒化物半導体の材料ウエハー、デバイス化プロセス、

デバイス作製の研究開発を一貫して行い、新たな要素技

術を確立して上記帯域における革新的高出力高周波デバ

イスを開発する。本研究開発を効率的に推進するため、

産総研は新機能素子研究開発協会と密接な協調を図り、

共同研究契約に基づいて研究サイトの一つを担う。 

 今年度は、ヘテロ構造ウエハーの評価として、微小領

域の光学的電気的解析と微視的マッピングを用いた欠陥

構造解析を行い、微小領域における素子特性と材料特性

との相関の抽出を試みた。また、超高真空プラズマ

MBE 法を拡充し、微傾斜サファイア基板や SiC 基板上

への AlGaN/GaN ヘテロ構造作製とその評価を進める

と共に、高品質 AlN 層等を利用した MIS 高耐圧構造の

作製を試みた。 
ヘテロ構造ウェハ解析では、AlGaN/GaN ウェハにお

ける Al 組成のチャネル伝導特性に及ぼす影響を詳細に

調べ、シート抵抗が Al 組成に対して極小となる 適値

を見出した。分光エリプソメトリ法で簡便に AlGaN/ 

GaN ヘテロ構造の Al 組成、膜厚、及びそのウェハ内分

布を評価する技術を開発し、空間分解能1.0mm×

0.5mm で、Al 組成相対精度1%、AlGaN 層厚±1～

2nm、GaN 層厚±0.05μm の精度を確認した。また、

極紫外光励起顕微ラマン散乱法で、数 nm 程度の極薄

AlGaN 層や HEMT デバイス TEG の歪、欠陥、及びそ

の分布を評価する技術の開発を進めた。 

 デバイス化要素プロセス技術として、MIS 構造技術

では、誘電率の高い AlN 単結晶極薄膜を積層させたウ

ェハを作製し、HFET TEG のゲートリーク電流が3～4

桁減少することを示すと共に、CVD による SiO2極薄膜
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を用いた MIS ゲートで500V の高耐圧性能を実証した。

MBE 成長技術では、微傾斜オフ基板を用いて、スパイ

ラル成長がなく単原子ステップ構造を有する AlN 及び

GaN 超平坦表面を実現した。オフ角の 適値は0.5度程

度であった。更に、SiC 基板上成長において積層不整欠

陥を防ぎ二次元成長を促すため、水素中エッチングを用

いた SiC 基板の成長前処理／初期成長プロセスを確立

すると共に、通常の MOCVD 反応炉でも可能な条件を

見いだし、その上のエピタキシャル成長膜での表面モフ

ォロジ改善を確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］窒化物半導体、高出力高周波デバイス、

GaN-HEMT 
 

［研 究 題 目］革新的温暖化対策技術プログラム 

低摩擦損失高効率駆動機器のための材料

表面制御技術の開発プロジェクト 

DLC 系皮膜技術 

［研究代表者］田中 章浩（新炭素系材料開発研究セン

ター 表面機能制御材料チーム） 

［研究担当者］田中 章浩、古賀 義紀、梅田 一徳、 

大花 継頼、中村 挙子、石原 正統、 

鈴木 雅裕 

［研 究 内 容］ 

 水環境中で優れたトライボロジー特性を示す DLC 系

皮膜の開発、優れた特性を発現するメカニズムの解明等

を目的として、研究開発を行なっている。 

 DLC 皮膜のトライボロジー特性を負荷荷重と摩擦速

度を変えて評価した。さらに、摩擦面および摩耗粉を、

光学顕微鏡、ラマン分光法、X 線光電子分光法等により

観察・分析した。DLC 膜は熱電子励起型プラズマ CVD
装置により作製した。摩擦係数には荷重および速度の影

響がほとんど認められず、0.1程度の低い値を示した。

比摩耗量は高荷重ほど増加する傾向であった。速度の影

響はほとんど認められなかった。空気中では水中に較べ

て摩擦・摩耗ともに大きかった。空気中での摩擦面には

薄い移着物が見られたのに対し、水中では非常に多くの

移着物が認められた。移着物のラマン分光分析により、

空気中では DLC 膜処女面とは異なる明瞭な D バンドの

存在が見られるのに対し、水中では DLC 膜と変わらな

いスペクトルが得られた。 

 Si を添加した皮膜および多層化膜の試作を行った。-3kV
のパルスバイアスで作製した皮膜は、空気中で0.2程度

の摩擦係数を示したが、水中では0.1以下の摩擦係数を

示した。この膜の比摩耗量は5.7x10-8mm3/Nm で、目

標の10-8mm3/Nm のオーダーを達成した。しかし、水

中、9.4N 荷重下での摩擦試験では皮膜の剥離が観測さ

れた。クラックの発生を抑えるために表層部に Si を添

加した膜では、剥離が観測されなかった。基板表面粗さ

が DLC 膜の摩擦係数や相手材の摩耗量に与える影響を

評価した。摩擦係数は表面粗さに余り依存しないこと、

相手材の摩耗は平均粗さがある程度の値を越えると激し

くなることが明らかになった。また、基板粗さが粗い方

が膜は基板と膜の密着性の向上により剥離しにくいこと

が分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］DLC 膜、水環境、摩擦、摩耗、トライ

ボロジー 

 

［研 究 題 目］高効率高温水素分離膜の開発事業 

［研究代表者］原谷 賢治 

［研究担当者］原谷 賢治、藤原 一郎、内丸 祐子、 

須田 洋幸、中岩 勝、大森 隆夫、 

伊藤 直次、早川 孝 

［研 究 内 容］ 

 炭化ケイ素系分離膜の開発：高効率高温水素分離膜と

しての炭化ケイ素系膜の開発を目指し、本年度は、熱分

解過程における構造変化を制御することによる水素選択

透過性の向上を検討した結果、微分熱重量変化の高温側

ピーク温度域（熱分解によって水素等の小分子が揮発す

る温度域）で熱分解を行うことによって水素選択透過性

の 適化が図れることが明らかになった。また、水素分

離性のみならず水素透過速度を更に向上させる手段とし

て、高温酸化処理による水素透過速度向上の可能性を検

討した。その結果、架橋前駆体に造孔剤を添加した製膜

原料から調製した炭化ケイ素系分離膜を高温酸化処理す

ることによって、選択透過性を低下させることなく透過

速度を顕著に増加させることに成功した。 

 物質移動計算及び膜透過計算：本年度は理想条件仮定

での設計プログラムをベースに、膜面の物質移動係数を

推算する実験式を組み込んだプログラムに改良し、濃度

分極の影響を考慮に入れた計算法の開発を行った。本プ

ロジェクトで開発目標とする水素透過率が1x10-6 
[mol/m2/s/Pa]の単管型モジュール（モジュール内径

1.2cm、チューブラー膜外径0.6cm、膜長さ L＝25cm）

での膜表面の濃度分極をシミュレーションした結果、Ｌ

の増加に伴い急に分極が発生し分極モジュラス=0.9程度

に低下することが明らかになった。 

 膜反応器設計における改質反応・計算：膜モジュール

設計の支援技術の一環として、膜反応器を用いたメタン

の水蒸気改質反応シミュレーターを作成し、それを用い

て種々の反応・操作条件における膜反応器の挙動に関す

るシミュレーション手法の確立に取り組んでいる。水素

と水蒸気の膜透過係数の比を変化させた場合の反応成績

に及ぼす影響について検討した結果、水素製造量とメタ

ンの転化率ともに、透過係数の比が大きくなると増大す

るが、透過係数比が約20以上ではほぼ一定の値を示すこ

とを明らかにした。反応器入口での原料ガス組成の変化

が反応成績に及ぼす影響を、メタンの投入量は一定の条

件で検討した。その結果、S/C の増加にともないメタ
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ンの転化率は増大し、S/C=5～6以上ではほぼ1となる。

これに対して、水素製造量は S/C=5～6で 大値をとる

ことが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温水素分離、セラミック膜、水蒸気改

質 

 

［研 究 題 目］革新的温暖化対策技術プログラム 

内部熱交換による省エネ蒸留技術開発 

［研究代表者］中岩 勝（環境調和技術研究部門 熱利

用化学システムグループ） 

［研究担当者］中岩 勝、秋谷 鷹二、大森 隆夫、 

遠藤 明、山本 拓司、岩壁 幸市、 

朱 玉山、Audun Rosjorde、 

徳橋 頼子 

［研 究 内 容］ 

 蒸留プロセスは種々の分離プロセスの中でも特にエネ

ルギー多消費型であり、化学産業の全熱使用量の40%が

蒸留プロセスで使われている。内部熱交換型蒸留塔

（Heat Integrated Distillation Column、略称 HIDiC）

は蒸留塔を2つの部分（濃縮部と回収部）に分割し、濃

縮部の操作圧を回収部より高くして温度レベルを逆転さ

せて結合し、濃縮部で取り去る熱量を直接回収部に供給

することが可能とする技術である。これにより圧縮機動

力を一次エネルギー換算で30%以上の省エネルギーが期

待できる。本年度は3成分以上の多成分系の蒸留分離に

おいて、定常運転時における完全混合型の多段内部熱交

換型蒸留塔（HIDiC）の挙動を解明するため、通常の

蒸留塔シミュレーションに用いられるトリダイアゴナル

マトリクス法を発展させたシミュレータを開発した。こ

れにより濃縮部・回収部とも理論段数の制限のないシミ

ュレーションが可能となり、3成分系混合物を例に還流

比、圧縮比、伝熱面積などをパラメータとする定常状態

モデルの特性を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、蒸留、内部熱交換、プロ

セス制御、地球温暖化 

 

［研 究 題 目］21世紀ロボットチャレンジプログラム／

ロボットの開発基盤となるソフトウェア

上の基盤整備 

［研究代表者］谷江 和雄（知能システム研究部門） 

［研究担当者］谷江 和雄、平井 成興、末廣 尚士、 

北垣 高成、神徳 徹雄、尹 祐根、 

安藤 慶昭、社団法人日本ロボット工業

会、松下電工株式会社 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 様々なロボット要素を通信ネットワークを介して組み

合わせることにより多様なロボットシステム構築を可能

とするロボット用ミドルウェア技術基盤を確立すること

を目標とする。 

（研究計画） 

 我が国の製造業を支えてきたロボット技術を基盤とし

てロボット技術の活用範囲を拡大することを目指して、

アクチュエータ、センサ、制御プログラム等といった

様々なロボットシステムを構成する要素をモジュール化

し、それらを部品として自由に組み合わせて統合し、新

しい機能を持ったロボットシステムを容易に構築するこ

とを可能とするロボット構築手法を提案し、それを実現

するソフトウェア基盤技術としてロボット用ミドルウェ

アを3年計画で研究開発するものである。単に、ロボッ

ト用ミドルウェアの標準仕様案を策定してミドルウェア

を開発するだけではなく、典型的なロボットシステム構

築例を示すことでミドルウェア技術の有効性を実証する。

同時に多数の関係者の参画のもとで本技術を活用したシ

ステム開発手法を広範に普及させて産業活性化を推進さ

せるための戦略を検討する。なお、研究開発に際してロ

ボット技術固有の機能の実現や広範なニーズを満たす標

準仕様案の策定が技術課題となるため、工業会、産業技

術総合研究所、新たな生活支援分野へのロボット技術の

展開を図る企業の三者が密接に連携する研究体を構成し

て研究開発を実施する。 

（進捗状況） 

 産業技術総合研究所はロボット用ミドルウェアの基本

機能に関する研究を担当して、モジュール化を実現する

ためのフレームワークを提案するとともにロボット用プ

ログラム開発を支援するための基本機能に関するミドル

ウェアプログラムの開発を進めた。具体的にはプロジェ

クト関係者向けに基本機能となる RT ミドルウェア

ver.0.1.0をリリースするともに、力センサ、ビジョン、

ロボットアーム等に実装してモジュール化した各要素の

機能を確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ロボット、システム統合、ソフトウェア、

産業活性化 

 

［研 究 題 目］健康維持・増進のためのバイオテクノロ

ジー基盤研究プログラム 

細胞内ネットワークのダイナミズム解析

技術開発／多色多様生物発光システムを

利用した細胞内マルチ標識技術開発、細

胞内分子ネットワークのリアルタイム解

析技術の研究開発 

［研究代表者］平野 隆（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］地神 芳文、平野 隆、横尾 岳彦、 

仲山 賢一、新間 陽一、千葉 靖典、 

岡本美智代、市原 昭、（以下、ジーン

ファンクション研究センター）スニル・

カウル、カムルル・ハサン、矢口 智子、
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相田 哲 

［研 究 内 容］ 

 生きた細胞内でのタンパク質分子の局在や動態、相互

作用の解析等を実現する超高感度高速リアルタイム三次

元顕微撮像システムの開発を目的とする。このためバイ

オ分野の研究する側のニーズを装置開発側に伝えて設計

を行う。また開発された装置の有用性を出芽酵母の細胞

壁合成系および動物細胞の癌化・不死化を題材にして検

証し、機器開発サイドに対してフィードバックして、装

置の性能の高度化を図る。具体的には、蛍光ラベルした

目的タンパク質分子あるいはオルガネラの細胞内局在性

を、高精細な立体画像として精密に観察し、従来手法で

は不可能であった細胞壁合成機構や細胞の癌化・不死化

のメカニズムの全貌解明を目指す。 

① 酵母細胞壁合成系のリアルタイム可視化に関する研

究開発 

 出芽酵母のキチン、グルカン、マンナンタンパク質

の各コンポーネントを合成する主な因子を標識し、超

高感度高速リアルタイム3次元顕微撮像システムを用

いて高精細で可視化することにより、細胞壁合成過程

におけるそれぞれの因子の時間的・空間的局在変化を

明らかにした。高精細型プロトタイプ機により捉えた

成果を、新規抗真菌剤開発に生かした。 

② 細胞の癌化・不死化に関する分子ネットワーク解析

の研究開発 

 細胞不死化タンパク質モータリンと癌抑制遺伝子タ

ンパク質 p53を緑色蛍光タンパク質 GFP 等と結合し

て複数個の蛍光標識タンパク質を同時に発現させ、相

互作用およびそれらの細胞内局在をリアルタイムに解

析した。癌細胞ではモータリンが p53と局在し、p53
の機能が阻害され、増殖に歯止めがかからなくなって

いることが示された。 

 すでに高精細型プロトタイプ機が産総研に設置され、

酵母細胞及びヒト癌細胞について高精細画像を撮影し

た。さらにタイムラプス法により生きた細胞内での動

きを観察することに進んだ。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リアルタイムイメージング、スピンディ

スク型共焦点、蛍光タンパク質 

 

［研 究 題 目］細胞内ネットワークのダイナミズム解析

技術開発事業 

生体分子標識技術開発のうち生物系素材

を基にした発光・蛍光プローブの開発 

［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］近江谷克裕、中島 芳浩、山岸 和敏、 

尾辻 智美、道畑 朋子、上田 直子 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 生きた細胞内の本来の機能を保持させたまま複数（少

なくとも3種）の生体分子を識別、細胞内プロテオーム

を撹乱せず解析できる標識技術として、色特性（赤、橙、

黄、青色の異なる発光）を利用した「色識別型発光タン

パク分子プローブ」を開発する。またタンパク質修飾過

程を解析できる標識技術として、発光から蛍光へのエネ

ルギー移動の変化を指標とした「発光・蛍光エネルギー

移動型分子プローブ」を開発する。さらに可視化プロー

ブの能力を 大限に引き出す基質を分子設計し、合成を

行い、細胞内ネットワークを識別解析するシステムとす

る。 

（研究計画） 

 生きた細胞の機能を保持したまま細胞内ネットワーク

を識別解析するシステムとして、細胞内のプロテオーム

を乱すことなく細胞内の複数の分子応答とそれに伴うダ

イナミズム変化を定量的、空間的且つ時間的に追跡する

ための色識別型発光タンパク分子プローブ及び発光・蛍

光エネルギー移動型プローブの創製、及び可視化プロー

ブの能力を 大限に引き出す基質を分子設計し、合成を

行う。研究開発はマルチ標識基盤技術の開発を産総研が

担当、東洋ビーネットがマルチ標識分子プローブの構築

と 適化を行う。 

（平成15年度進捗） 

 ①色識別可能な発光タンパクの実用化；複数の細胞内

の情報を可視化できる色識別可能な鉄道虫、イリオモテ

ボタル発光タンパクを哺乳類細胞内で安定に発現させる

ことに成功し、既存のウミシイタケ青色発光タンパクを

組み込んだマルチ遺伝子転写活性測定系を構築した。②

細胞機能可視化用発光タンパク群の探索及び高機能化発

光性渦鞭毛藻由来青色発光タンパクを哺乳類細胞内で安

定に発現させ、本タンパクが酸性下でも高い発光活性を

持つことを明らかにした。③発光・蛍光エネルギー移動

型分子プローブによる翻訳後修飾過程の可視化発光・蛍

光融合タンパクを構築･試作して得られたデータを基に、

発光・蛍光エネルギー移動型分子プローブを作成し、細

胞内の代表的な翻訳後修飾である活性ペプチドプロセッ

シング量の定量化に成功、本システムの検証を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生物発光、細胞機能、イメージング 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池システム技術開発

事業 固体高分子形燃料電池要素技術開

発等事業 

固体高分子形燃料電池の劣化要因に関す

る研究 

劣化要因の基礎的研究(2)作動条件によ

る劣化要因 

［研究代表者］安田 和明（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］安田 和明、田中 孝治、秋田 知樹、 

竹田さほり、岡田 達弘、綾戸 勇輔、 

西山 元康、八木 清誠、佐古 和也、 
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橋本 千種、柿坪 亮、林 由美子 

［研 究 内 容］ 

【目標】固体高分子形燃料電池の長時間運転における耐

久性に影響を及ぼす因子を特定するとともにその作用機

構を解明し、耐久性向上のための指針を得る。 

【研究計画】劣化サンプルの詳細なナノレベル解析と、

関連したモデルを用いた基礎実験を行い、膜－電極接合

体（MEA）の劣化反応について研究を行う。不純物イ

オン・ガスの影響について、添加剤を用いる方法や電気

化学的な手法を用いて劣化メカニズムを調べる。 

【年度進捗状況】劣化試験後の MEA 内部の白金触媒と

その周辺部の不可逆な構造変化を高分解能透過型電子顕

微鏡を用いてナノレベルで解析した。ガス不足状態で強

制的劣化を起こさせた場合に特に激しい劣化現象が見ら

れた。長時間運転で劣化した MEA の解析から、膜内に

白金が析出する現象等が明らかになった。電極内の固体

高分子電解質の溶解現象を調べ、「膜」として使用して

いるものよりも特にメタノールに対して溶解しやすいこ

とがわかった。促進劣化させた膜の成分分析を行い、分

解生成物を検出できた。モデル電極と走査型トンネル顕

微鏡を用いて白金超微粒子の安定性を調べ、燃料電池作

動範囲内にある電位でカーボン表面に腐食が起こること

を明らかにした。不純物イオン・ガスによって白金触媒

と高分子電解質界面で生じる劣化メカニズムを解明する

ために、界面の状況を電気化学反応が起きている状態で

FT-IR 分光法を用い観察できる装置の開発を行った。

表面増強 FT-IR 法による白金・ナフィオン膜界面観察

の結果、膜内スルフォン酸基は酸素還元が始まる0.8V 
RHE 頃から白金表面に向かって引き寄せられ、酸素還

元電流が飽和する0.3VRHE では逆に反撥されることが

分かり、白金表面における側鎖末端の可動性が証明され

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料電池、固体高分子形燃料電池、劣化、

電極触媒 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池システム技術開発

事業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等事

業 

新規一酸化炭素被毒耐性アノード触媒の

開発 

［研究代表者］宮崎 義憲（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］宮崎 義憲、五百蔵 勉、藤原 直子、 

山田 裕介、秋田 知樹、岡田 達弘、 

齋藤 守弘 

［研 究 内 容］ 

【目標】50ppm 一酸化炭素含有改質模擬ガス雰囲気下、

電流密度500mA/cm2において PtRu/C 触媒と同等以上

の特性を達成可能な白金－金属酸化物もしくは、白金－

金属有機錯体アノード触媒を開発することを目標とする。 

【研究計画】本研究ではルテニウムを使用しない新規な

一酸化炭素被毒耐性アノード触媒の開発を行うことを目

的として、白金－金属酸化物触媒、白金－金属有機錯体

触媒を検討する。モリブデン酸化物、ニオブ酸化物系触

媒などについて、透過電子顕微鏡等を用いて触媒構造を

明らかにし、触媒特性と触媒構造の関連性について検討

を行う。白金－金属有機錯体触媒に関しては、白金を第

1成分、有機金属錯体を第2成分とする触媒を探索し、燃

料電池における貴金属触媒量低減技術を検討する。 

【年度進捗状況】二種類の金属からなる複合酸化物上に

白金触媒を担持した系においては、単一の金属酸化物よ

りも高い CO 被毒耐性が得られる場合があることがわか

った。優れた耐 CO 被毒特性を示す白金－モリブデン酸

化物触媒では、モリブデン酸化物は担体上に分散してい

るが、白金担持過程で白金粒子が粒成長して大きくなる

とモリブデン酸化物との複合化が困難になることがわか

った。また、単セル特性評価の結果から、白金－モリブ

デン酸化物触媒の耐 CO 被毒特性はカソード側からクロ

スーバーで拡散してくる微量酸素の影響を部分的に受け

ていることがわかった。白金－有機金属錯体系では、白

金触媒の前駆体として白金テトラアンミン錯体を、有機

金属錯体として2つ、3つ及び4つの窒素原子を配位子と

して持つ化合物（それぞれ salen と salophen、BPP、
及び anten）の金属錯体を合成した。Pt-Ni(mqph)/C
において50ppmCO 濃度以上のとき Pt/C 及び Pt-Ru/C
触媒よりも優れた耐 CO 被毒性を示すことがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体高分子形燃料電池、電極触媒、一酸

化炭素被毒 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池システム技術開発

事業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等 

電極触媒用高性能カーボン担体の研究開

発 

［研究代表者］塩山 洋（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］塩山 洋、山田 裕介、藤原 直子、 

城間 純、木内 正人、本城 国明 

［研 究 内 容］ 

 固体高分子形燃料電池（PEFC）は、小型で効率が高

く、また地球環境問題の観点からも早期の実用化・普及

が期待されている。しかしその実現に際しては、電極触

媒として使用する白金量の低減が必要不可欠である。 

従来から PEFC の電極触媒担体としてよく用いられて

いるカーボンブラック(Vulcan XC72)に10～30重量%の

白金を担持したものに対して、同じ白金量あたりの活性

を10倍にできるカーボン担体の開発を可能にすることが、

本研究開発の目標である。 

 PEFC 電極触媒用担体としてのカーボン材料を、従
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来より使用されているカーボンブラック類に限定せずに、

天然黒鉛、メソカーボンマイクロビーズ、ガラス状カー

ボン粉末、カーボンナノチューブ類などの多くの候補か

ら探索した。酸素還元に対する触媒活性を測定すると、

1000℃処理したガラス状カーボンを担体とした場合に

も活性が高く、XC72担体の場合と比べて7.0倍であるこ

とが分かった。 

 次にこれらのカーボン材料に、比較的低温での空気酸

化による賦活処理で表面構造を制御したり、酸素原子を

含む官能基や［4Fe4S］クラスターを表面官能基として

導入するという処理を施した。特に［4Fe4S］クラスタ

ーを表面官能基に持つ XC72は、未処理の XC72に比較

して11.8倍の活性を示し、本研究の目標を達成している

ことが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体高分子形燃料電池、電極触媒、カー

ボン担体、省貴金属 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池システム技術開発

事業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等事

業 

触媒電極反応機構解明のための研究開発 

［研究代表者］二又 政之（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター 高軸比ナノ構造組織化

チーム） 

［研究担当者］二又 政之、松田 直樹 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、白金系等触媒電極で起こる反応過程を、

ATR-IR 法の感度・観測波長域を改善し、解析する。ま

た光導波路分光を併用することで、電極表面の吸着状

態・機能を複合的に解明する。その上で、局所的な触媒

反応機構を解明し、触媒構造の設計指針を得ることを目

的とする。 

成果： 

① 高感度化した ATR-IR 分光法を用いて、白金薄膜

電極表面に吸着した CO 及び関連化合物の吸着状態を

詳細に解析した。特に、CO 酸化反応の新たな中間体

の検出・反応過程が CO 被覆率や電解質の種類に依存

することなどを見出した。 

② 光導波路（SOWG）分光：SOWG 表面に安定な

ITO 透明電極薄膜を形成し、電極表面での高感度な

その場吸収スペクトル測定法を確立し、短時間での吸

着現象や電極反応を解析した。 

③ 近接場赤外分光法について、構築した FT-IR と倒

立型顕微鏡、AFM により、金属チップ増強赤外吸収

を初めて観測し、局所電場反応解析のために重要な進

展が得られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高感度振動分光、近接場振動分光、光導

波路分光 

 

［研 究 題 目］次世代化学プロセス技術開発 新固体酸

触媒プロセス技術の開発 

均一系触媒からのアプローチ 

［研究代表者］島田 茂（環境調和技術研究部門 グリ

ーンケミストリーグループ） 

［研究担当者］島田 茂、畠中 康夫、張 辰、 

相馬 芳枝、徐 強、李 濤 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、大幅な省エネルギー、環境負荷の低

減を図るための革新的な化学反応プロセス技術の開発を

めざし、(1)インダノン・テトラロン類の合成、(2)オレ

フィンのオリゴメリゼーション、(3)ヒドロキシカルボ

ン酸の合成、の3つのターゲット反応において、均一系

触媒からのアプローチのよる新規固体酸触媒技術を開発

を目標とした。 

 平成15年度の各ターゲット反応の検討項目及び成果は

以下の通りである。 

(1) インダノン・テトラロン合成 

 3-アリールプロピオン酸の脱水環化によるインダノ

ン合成において、Tb(OTf)3が汎用性の高い触媒であ

ることを見出し5-10モル%の触媒量で種々の基質で収

率70-99%を達成した。一方、芳香族炭化水素とα、

β-不飽和カルボン酸を用いたインダノンの一段階合

成において、20モル%の Lu(OTf)3触媒を用い収率

80%を達成した。 

(2) オレフィンのオリゴメリゼーション 

 1-デセンのオリゴマー化反応において、非配位性ア

ニオンを持つオニウムブレンステッド酸である

[H(OEt)2]+[B(C6F5)4]
-触媒にエーテル類を添加する

ことにより高分子量オリゴマーの生成を抑制すること

ができ、目的とする2～4量体を主成分とするオリゴマ

ーが得られることを見いだした。 

(3) アルデヒドからのヒドロキシカルボン酸の合成 

 ホルムアルデヒドのカルボニル化反応は、固体酸を

用いた気相流通系では生成物の重合が深刻化し反応効

率が低下したが、芳香族スルホン酸を触媒とし金属助

触媒を用いることにより、強酸を溶媒として用いるこ

となく有機溶媒中において、約80%の高収率でグリコ

ール酸を与えた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］グリーンケミストリー、酸触媒、廃棄物

削減 

 

［研 究 題 目］次世代半導体デバイスプロセス等基盤技

術プログラム 

次世代半導体材料・プロセス基盤技術開

発 

次世代半導体材料・プロセス基盤技術開
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発 

［研究代表者］廣瀬 全孝 

（次世代半導体研究センター）  

［研究担当者］河村誠一郎、金山 敏彦、鳥海 明、 

森田 行則、宮田 典幸、安田 哲二、 

右田 真司、太田 裕之、水林 亘、 

玄 一、西村 智朗、吉川 公麿、 

清野 豊、秦 信宏、吉野 雄信、 

高木 信一、多田 哲也、西澤 正泰、 

前田 辰郎、井藤 浩志、 

Pobortchi Vladimir、Bolotov Leonid、
奥井登志子、内田 紀行、寺澤 恒男、 

廣島 洋、権太 聡、富江 敏尚、 

屋代 英彦、黒澤 富蔵、錦織健太郎、 

金 相勲、新美 剛太、樋口 哲也、 

高橋 栄一、河西 勇二、関田 巌、 

岩田 昌也、坂無 英徳、村川 正宏、 

梶谷 勇、他 

［研 究 内 容］ 

 テクノロジノード65-45nm 以細の極微細な半導体集

積回路に必要な、高誘電率ゲート絶縁膜材料・計測・解

析技術、及び低誘電率層間絶縁膜材料･計測･解析技術を

中心として、将来のデバイスプロセス技術に必要となる

リソグラフィ･マスク関連計測技術、デバイス回路構成

技術、及びトランジスタ形成に必要な技術等を開発する

ことを目的とする。 

 本年度は、プロジェクト第1期の終了年度に当たる。

以下の成果により、各研究開発項目について第1期の中

間目標を達成し、中間評価委員会において高い評価を得

た。 

① 高誘電率ゲート絶縁膜材料・計測・解析技術 

 誘電率が高くかつ結晶化温度も比較的高くできる材

料として HfAlON 膜を使って作製した MOSFET で

リーク電流値、サブスレショールドスロープに関して

目標値を達成した。電子移動度については、一般に従

来のシリコン酸化膜を用いたトランジスタの半分以下

に低下するが、移動度の劣化メカニズムを解明するこ

とができ、改善の指針を得た。 

② 低誘電率層間絶縁膜材料・計測・解析技術開発 

 比誘電率 k≦2.0を実現できるポーラスシリカ材料

を開発し、材料強度としてヤング率 E≧3GPa に目途

を得るとともに、ポーラス材料の安定化技術を開発し

た。また、E=3.5GPa の低誘電率プラズマ重合膜を、

300mm ウェハ上に形成することに世界で初めて成功

した。さらに、低誘電率材料に適用可能な低荷重の

CMP 技術やドライエッチング技術などの開発を進め

ることにより、配線モジュール実現に見通しを得た。 

③ 将来のデバイスプロセス基盤技術開発 

(1) トランジスタ構成材料計測解析技術の開発 

 ひずみ SOI 素子に関して高い電子・正孔移動度

が得られ、またひずみ Si チャネルにおいては世界

で初めての CMOS 動作に成功した。ひずみ SOI 
CMOS 回路動作を実証し30-70%の性能向上が得ら

れた。また、ひずみ SOI 素子実現に必須の高品位

SGOI 基板作製技術を開発した。 

(2) リソグラフィ･マスク関連高精度計測技術の開発 

 65nm 技術ノード対応のマスク検査装置に必要と

なる深紫外レーザ（波長199nm）の連続発振および

センサーの動作速度が目標値に達する見通しを得た。

EUV マスク検査技術については、レーザプラズマ

光源から発する EUV 光を用いてマスクの位相欠陥

検出データを収集できる目途を得た。CD-AFM 技

術については計測精度0.8nm を達成した。極紫外

光を用いた光電子分光技術では、マイクロビーム照

射で光電子スペクトルを得ることが可能である事を

実証し100nm 不純物の分析同定ができる見通しで

ある。 

(3) 回路システム技術の開発 

 デジタル適応回路のクロック適応調整技術と高速

データ転送技術において遺伝的アルゴリズムを用い

ることにより、クロック周波数の25%向上、消費電

力の54%低減、設計工数の20%減などを実証した。

さらにアナログ適応調整技術など多くの用途にもこ

の技術を適用して有効性を実証した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］高誘電率材料ゲートスタック技術、低誘

電率層間絶縁膜、ひずみ SOI トランジ

スタ、走査型トンネル顕微鏡、リソグラ

フィー、寸法計測用原子間力顕微鏡、製

造後適応調整、遺伝的アルゴリズム 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発水素に関す

る共通基盤技術開発熱電式水素センサの

研究開発 

［研究代表者］村山 宣光（シナジーマテリアル研究セ

ンター 環境認識材料チーム） 

［研究担当者］申 ウソク、松原 一郎、伊豆 典哉 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、水素供給スタンド等の水素ガス漏れ検知

を目的とする高感度の水素センサを開発する。本研究で

開発する熱電式水素センサは、触媒反応と熱電変換機能

とを組み合わせた動作原理で、素子自ら発生する電圧を

信号とするため、周囲温度の変動の影響を受けにくく、

計測可能な濃度範囲が広く、ドリフトが無いという特徴

を持っている。低コスト・高感度・高速応答の素子開発

には、素子の小型化・シリコン基板上への集積化技術・

マイクロヒータ技術の開発が必要となる。本研究の 初

年度である平成15年度は、熱電式水素センサの薄膜プロ

セスの開発とマイクロヒータを含むマイクロ素子の設計

を行った。 
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 シリコン基板上へのマイクロ素子の形成のためには、

熱電材料の薄膜化技術と微細な電極構造及び絶縁膜構造

が必要となる。シリコン基板上に作製する多層薄膜構造

は、Pt/SiO2/Si0.8Ge0.2/SiO2/Si とした。熱電薄膜を蒸

着する前に、もれ電流を防ぐための熱酸化膜を基板上に

成長させた。熱酸化膜は電気炉で比較的簡単に作製でき

た。上部絶縁膜は、TEOS を原料とするプラズマ CVD
プロセスで作製した。さらに、電極用のウィンドウ開け

は、フォトリソグラフィーと RIE プロセスで行った。

このプロセスで作製した熱電式水素センサの水素応答特

性を評価し、動作温度100℃に於いて、水素濃度と信号

出力も直線的な関係をもち、100ppm の低濃度まで良好

な応答特性が得られた。また、センサ素子の高応答性と

低消費電力化を図るため、触媒部のみをマイクロヒータ

で加熱温度制御する構造のマイクロ素子の設計を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］水素センサ、センサ、熱電変換 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発 

水素に関する共通基盤技術開発 

アラネート系水素貯蔵材料の特性向上研

究 

［研究代表者］栗山 信宏（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］清林 哲、徐 強、竹市 信彦 

［研 究 内 容］ 

 重量水素密度の高い無機系水素貯蔵材料の一つとして

ナトリウムアラネート（NaAlH4）の研究を行っている。

Ti などの遷移金属添加が反応速度を向上させることが

知られているが、その原因はよく分かっていない。そこ

で本年度では、その反応機構解明のため、アラネートと

Ti の化合物を溶液中に溶解・混合させた状態でも固相

での水素吸放出反応と同じような、反応性の昂進が見ら

れるか否かを検討した。その結果、溶液中でも固相と同

様反応が促進されることが分かった。但し、実験条件に

よる差異が現れ、再現性に問題があることが分かったの

で引き続き検討していく。また、アラネートの固相での

平衡水素圧については、世界的に一致した見解がないこ

とが問題になっている。この点についても追及を行って

いる。少なくとも、水素吸蔵合金に対して行われてきた

評価方法はそのままでは使えないことが分かってきた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、アラネート、チタン触媒 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発 

水素に関する共通基盤技術開発 

メカノケミカル法グラファイト系及びリ

チウム系水素貯蔵材料の研究 

［研究代表者］栗山 信宏（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］清林 哲 

［研 究 内 容］ 

 水素雰囲気下でボールミルにより長時間粉砕したグラ

ファイトの水素化特性について研究を行っている。重量

当たりの水素含有量は5～7mass%と多いが、放出温度

が高いことが問題であることが以前から知られている。

この粉砕炭素材料が水素吸蔵材料として利用可能かどう

か判断すべく、グラファイトが水素化する過程や水素の

存在状態の検討を行っている。今年度は、ボールミル時

に粉砕容器から混入する金属不純物が、グラファイトの

水素化に大きな影響を与えていることが分かった。特に、

鉄の不純物がグラファイトと共に粉砕されることにより

炭化鉄となっており、水素の溶解―析出過程を経て鉄不

純物が触媒のような働きをしていることが示唆された。

透過型電子顕微鏡を用いた各種分析を現在行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、グラファイト、ボールミル 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発／水素に関

する共通基盤技術開発／水素シナリオの

研究 

［研究代表者］赤井 誠（エネルギー利用研究部門 小

型分散システム研究グループ） 

［研究担当者］赤井 誠、竹村 文男 

［研 究 内 容］ 

 水素エネルギー導入・普及の促進に資するため、水素

／燃料電池導入・普及シナリオの策定に関わる研究を通

じて、水素及び水素エネルギー技術に関する導入・普及

の道筋を明らかにし、水素エネルギー技術の開発計画立

案と普及実現に貢献することを目的とし、①水素システ

ムの外部便益・コストに関する研究においては、水素エ

ネルギーシステムの検討・評価の結果を踏まえ、既存の

市場で経済価値として評価されていない水素エネルギー

システム特有の便益及びコストに係る要素を摘出し、そ

れらを経済価値として定量的に評価し、水素エネルギー

システムの外部性として評価することを 終目標とし、

②エネルギー経済モデルによる水素導入シナリオの分析

においては、既存、あるいは将来の種々のエネルギー源

や競合技術を背景として、エネルギー経済モデルにより

種々の水素源及び水素利用技術を想定したシナリオ分析

を行い、プロジェクトが目標としている燃料電池を核と

したシステムなどの技術開発戦略の検討に資することを

終目標とする。平成15年度においては、水素自動車の

外部便益の評価を行い、暫定値ではあるが、水素供給コ

ストと比較して有意な値を取る可能性のあることを明ら

かにすると共に、エネルギー経済モデルのプロトタイプ

を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、外部性、便益、シナリオ、エネル

ギー経済モデル 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等基盤技術開発 
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水素に関する共通基盤技術開発 

超高圧合成法による高容量水素吸蔵合金

の研究 

［研究代表者］境 哲男（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］棚瀬 繁雄、北村 直之、 

Ewa Rennebro、高橋みどり 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、アンビル式超高圧発生装置を用いて高

温・高圧下（8万気圧、600℃）で高圧セル内に水素を封

じ込めて水素化物を合成する超高圧合成技術を確立する

とともに、従来の合金合成法では実現できない特異な構

造や組成を有する世界初の水素吸蔵合金を探索し、有効

水素含有量5.5質量%以上、放出温度150℃以下を満たす

新規高容量水素貯蔵材料の開発を目的とする。実施項目

は①超高圧合成、②水素特性評価、③結晶構造解析であ

り、本年度の研究成果について以下に述べる。①超高圧

合成；Mg-Ti-H 系では、Mg リッチ組成（Mg：Ti 
=89:11）の新規相の形成が明らかとなった。Mg-V-H 系

では、Mg:V=88:12の金属組成比を有する新規合金相の

形成が確認された。②水素特性評価；Mg-Ti-H 系では、

水素放出開始温度は290℃であり、MgH2の放出温度よ

り150℃、さらに TiH1.9より250℃低い温度となり、水素

放出量は4.7質量%であった。Mg-V-H 系では、280℃付

近で水素放出して、水素放出量は約3.5質量％であった。

③結晶構造解析；Mg-Ti-H 系では、FCC 型構造をとり、

この Mg 格子（a=4.7658(5)Å）の各軸方向に2倍した超

格子（空間群、No.225）において Ti 原子を4b サイト

に配置した構造であった。金属原子の数は Mg：Ti=7:1
であり、EDS による組成分析値に近い値となった。ま

た、放射光の回折データを用いて、Mg7Ti 格子（空間

群）において水素原子を2組の32f サイトに配置した構

造についてリートベルト解析を行うと精度が向上した。

この結晶構造では、水素原子は4個の Mg 原子、もしく

は3個の Mg 原子と1個の Ti 原子に囲まれた四面体サイ

トを占めている。単位胞における当該サイトは64個であ

り、新規相の化学組成は（6.9質量％）であると決定し

た。Mg-V-H 系では、結晶構造は Mg-Ti-H 系と極めて

よく似ており、立方晶系の単位胞（a=9.437(3)Å）にお

いて V 原子が Ti 原子と同じサイトに位置し、さらに原

子の欠陥も周期的に存在する超格子構造であることが分

かった。この金属格子を構成する各原子の数から新規水

素化物相の金属組成比を Mg：V=6:1と決定し、その化

学組成は Mg6VH～7となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素吸蔵合金、超高圧合成、マグネシウ

ム 

 

［研 究 題 目］生物機能活用型循環産業システム創造プ

ログラム／植物利用エネルギー使用合理

化工業原料生産技術開発／植物の物質生

産プロセス制御基盤技術開発 

［研究代表者］進士 秀明（生物機能工学研究部門 遺

伝子機能制御研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 馨、中野 年継、内藤 由紀、 

辻本 弥生、大槻 並枝、進士 秀明 

［研 究 内 容］ 

 植物に目的とする物質を効率的に生産させるためには、

複雑な代謝系を目的に応じて操作する必要がある。代謝

系は多種多様な遺伝子群の発現制御を介して調節されて

おり、物質生産プロセスを目的に応じて操作するために

は、ある環境条件下において発生・成長の特定の時期に

特定の組織・器官で目的とする一連の反応が起こるよう

に統括的に特定の遺伝子群の発現を操作することが必要

である。植物の物質生産系に関与する酵素等の一連の遺

伝子群の発現を目的に応じて統括的に制御することで有

用物質を効率的に生産させる技術を開発するための知的

基盤及び技術基盤の整備を目的とする。シロイヌナズナ

のゲノム情報を基にシロイヌナズナの転写因子遺伝子群

に関して推定される構造・機能等の情報を解析・整理し

て、機能解析を行う転写因子遺伝子を選定し、選抜した

転写因子遺伝子の ORF cDNA を作成してエントリーク

ローンのライブラリイとして収集・整備する作業を開始

した。転写因子の ORF cDNA を利用して形質転換細

胞・植物を作成し各転写因子の制御を受ける標的遺伝子

群の発現プロファイルと代謝産物プロファイルを解析し

て特定の代謝系遺伝子群の発現を制御する転写因子を探

索するため、転写因子遺伝子群の包括的な発現プロファ

イル解析法と形質転換による機能解析法を検討し、確立

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、循環産業システム、遺伝子、転写

因子、発現制御、代謝制御 

 

［研 究 題 目］石炭利用技術振興事業 

石炭利用次世代技術開発調査 

ハイパーコール利用高効率燃焼技術の開

発 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門 

新燃料開発研究グループ） 

［研究担当者］鷹觜 利公、坂西 欣也、川島 裕之、 

李 春啓（NEDO フェロー）、 

樫村 奈生（2号非常勤）、 

正木 健介（2号非常勤） 

［研 究 内 容］ 

 安価で埋蔵量が豊富な亜瀝青炭からハイパーコールを

高収率で製造するための前処理および抽出条件の探索を

目的として、酸処理、水熱処理の前処理効果の検討、お

よび抽出時の極性溶剤種、添加物の効果について検討し

た。その結果、工業溶剤として新たにメチルナフタレン

オイル（CMNO）が 大81%の高い抽出率を与えるこ
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とを見出した。この効果は CMNO 中に含有する極性化

合物の効果によるものと考えられる。また NMP、2-ナ

フトール、2-メチルキノリンの添加物の存在により、抽

出率が7-10%向上することが明らかとなった。以上の結

果から、亜瀝青炭の抽出率を向上させる方法としてキノ

リン類の窒素化合物の添加が効果的であることを明らか

にした。 

 前処理効果では、事前酸処理によりワイオダック亜瀝

青炭で大幅に抽出率が向上し、 大で72.2%に達するこ

とが分かった。また酸処理により灰分量も減少し、亜瀝

青炭で目標値である200ppm 以下を達成した。さらにそ

の酸処理によって原炭中のアルカリ金属イオンが除去さ

れることが定量分析の結果明らかとなった。 

 ハイパーコールのキャラクタリゼーションに基づき、

亜瀝青炭のモデル構造を構築した。そのモデルを用いた

分子シミュレーションにより、亜瀝青炭における熱時抽

出機構として、極性溶剤による石炭中の水素結合の緩和、

並びに事前酸処理による金属カルボキシレート架橋の解

離による抽出率増加の寄与が大きいことを示すに至った。 

 ハイパーコール中に微量に残存する灰分および微量金

属の分析法として、フローインジェクション-ICP-AES
法を独自に開発した。この手法では0.1g の試料量で数

ppb レベルの定量分析が可能であることを示した。その

方法を用いて各条件で得られるハイパーコールの灰・微

量金属の組成を明らかにするに至った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］完全無灰炭、溶剤脱灰、抽出機構 

 

［研 究 題 目］太陽光発電技術研究開発 

革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 

シート型ベータ鉄シリサイド太陽電池の

製作に関する研究開発 

［研究代表者］田上 尚男（エレクトロニクス研究部門 

機能集積システムグループ） 

［研究担当者］田上 尚男、牧田雄之助 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 企業との共同研究により、環境半導体：ベータ鉄シリ

サイドを用いたシート型太陽電池構造を形成し、特性評

価を行う。変換効率8%を目指して太陽電池の構造及び

反射防止膜等の 適化を図る。 

（研究計画） 

 ステンレスシート基板上にスパッタリング法およびケ

ミカルバス法によってベータ鉄シリサイド膜を形成し、

反射防止膜等を付加して太陽電池構造を作製し、整流特

性、変換効率等電気的評価を行う。 

（進捗状況） 

 前年度までにシリコン基板上に蒸着法によって形成し

たベータ鉄シリサイド膜形成を用いた p/n 接合で、世

界 高の光電変換効率3.7%を実現した。今年度は実用

化を視野に入れて、スパッタリング法によるシート基板

上へのベータ鉄シリサイド膜作成を試みた。ホウ素ある

いは砒素を同時にスパッタする方法によって、ベータ膜

の導電タイプを p あるいは n 形に制御できることを初

めて示した。この技術を用いてステンレスシート上に

Si/FeSi2接合構造を形成したが明瞭な整流特性を得る

ことができなかった。またケミカルバス法によって、

n-ZnS/p-FeSi2のヘテロ構造を作製した。更に、n-
FeSi2/p-FeSi2ホモ接合構造も形成したが、いずれも良

好な太陽電池特性は得られなかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ベータ鉄シリサイド、太陽電池 環境半

導体 

 

［研 究 題 目］太陽光発電技術研究開発 

革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 

高性能色素増感太陽電池技術の研究開発 

［研究代表者］荒川 裕則（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］荒川 裕則、春日 和行、杉原 秀樹、 

北尾 修、佐山 和弘、小西 由也、 

草間 仁、小野澤伸子、原 浩二郎、 

柳田 真利、山口 岳志、魏 明灯、 

Wang Zhong-Sheng、倉重 充彦、 

小川 雅宏、佐野 真二、根本 麻美 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 クリーンで無尽蔵な太陽光エネルギーの高効率な利用

による、新しいクリーンエネルギーの生産プロセスの提

案と実証を目的とし、新しい次世代型太陽電池として注

目されている色素増感太陽電池について検討し、高効率

な光電変換を実現する為の技術開発を行う。具体的には、

酸化チタンを代表例とする酸化物半導体電極の製造技術、

増感色素としての遷移金属錯体や有機色素の設計合成、

酸化還元電解質溶液の構成・調製法、対極、セル化等の

要素技術について検討し、世界 高水準の光電変換特性

を持つ色素増感太陽電池を開発する。センター内の光反

応機構チームとも協力して基礎研究から実用化技術まで

の一貫した研究開発をセンター全体で進めて行く。 

年度進捗状況 

 平成15年度は、半導体電極の 適化、新規高性能ルテ

ニウム錯体色素の開発、高性能有機色素の開発、電解質

溶液系の 適化、セルの耐久性・封止・集積化技術等の

項目について行なった。 

 半導体電極の 適化については、TiO2光電極に照射

される光の透過ロスを押さえ、光電極による光捕集効率

の向上を目的として、粒子径の異なる TiO2粒子を混合

あるいは積層させ、光閉じこめ型光電極を作製し、その

効果を検討した。その結果、光閉じこめ効果による色素
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太陽電池性能の向上に成功した。 

 ルテニウム錯体色素については、β－ジケトン錯体の

他に、テルピリジントリカルボン酸、エチレンジアミン、

チオシアナートを配位子としてもつ新規錯体を開発し、

可視光エネルギーのみならず近赤外光エネルギーをも電

気エネルギーに変換できる増感剤として働くことを見い

だした。 

 有機色素については、（株）林原生物化学研究所と共

同で開発した世界 高の光電変換効率の新規有機色素増

感太陽電池の性能をさらに8.35%まで向上させた。 

 色素増感太陽電池の性能を 高に発揮させるためには、

電解質溶液に含まれるヨウ素レドックス、及びコール酸

等添加剤の組成の 適化が必須となっている。そこで電

解質溶液を構成するヨウ素、ヨウ化リチウム、有機ヨウ

素化合物、TBA、コール酸、溶媒の組成の 適化を行

なった。その結果、上述したように高い太陽エネルギー

変換効率を示す色素増感太陽電池の性能発現が可能とな

った。 

 今までの検討結果から色素増感太陽電池の基本性能と

して9.6%を達成することができた。この結果は色素増

感太陽電池が実用太陽電池としての性能を持つことを示

しており、実用に供するためのセル化技術の開発が重要

となってきている。そこで、太陽電池セルを構成するた

めに必要な封止技術について、封止材料、封止条件等を

中心に検討している。現在のところ反射防止膜付き

5mm 角の封止太陽電池セルで太陽エネルギー変換効率

10.2-10.5%を達成している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、色素増感太陽電池、酸化チタ

ン、ルテニウム錯体、クマリン色素 

 

［研 究 題 目］タンパク質機能解析・活用プロジェクト 

ヒトの完全長 cDNA 等を利用したタンパ

ク質機能解析 

細胞レベルの機能解析（siRNA を用いた

機能解析） 

［研究代表者］多比良和誠（ジーンファンクション研究

センター） 

［研究担当者］多比良和誠、吉成 孝一、藁科 知子、 

宮岸 真、川崎 広明 

［研 究 内 容］ 

 ノックダウン RNAi ベクターを用い、ヒトの遺伝子

全てに対するノックダウン siRNA ライブラリーを作製

し、ガンや HIV など、様々な疾患に関連する遺伝子、

あるいは細胞分化等の様々な生物現象に関わる機能遺伝

子を網羅的に同定するシステムを構築することを目標と

する。まず、小さいライブラリーの作製を行い、テスト

スクリーニングを行った後、2-4万個の遺伝子に対する

発現ベクターを作製し、機能遺伝子のスクリーニングを

行う。本技術によって作製した siRNA ライブラリーを

用いたスクリーニングシステムでは、短期間で数多くの

新規機能遺伝子の同定が行えると予想される。 

 まずこの研究を遂行するには、遺伝子発現を効率的に

抑制する siRNA ターゲットサイトを効率よく選択し、

迅速にそのターゲットサイトに対する siRNA 発現ベク

ターを構築する必要がある。本研究において構築する

siRNA 発現ベクターはライブラリーとして用いるので

ターゲットとする mRNA 配列を効率よく切断する必要

がある。しかし、実際には抑制効果が50%以上得られる

配列は全体の1割しかないとも言われる。そのため、実

際に構築した siRNA 発現ベクターが実際に遺伝子抑制

効果を示さない可能性も高い。そこで我々は siRNA の

効率的ターゲット配列を予測することが可能なアルゴリ

ズムを開発しているが、さらに siRNA の活性データを

用いることでアルゴリズムのパラメータを 適化し70%
以上の切断活性を有する siRNA の配列を相関係数0.7

以上の精度で予測できるように改良することに成功した。

また、構築した siRNA 発現ベクターから発現する

siRNA のターゲットがそれぞれの遺伝子のみ特異的で

ある必要があるため、目的の遺伝子のみが特異的に有す

る配列を siRNA の標的部位としてあらかじめ検索する

アルゴリズムを構築した。さらにヒトのゲノム上には

SNPs と呼ばれる一塩基の変異が約100bp から500bp に

一塩基の割合であることが知られるが、この部分を標的

としてしまうと、siRNA 発現ベクターの効果が見られ

なくなるため、この部分を検索し、ターゲットサイトと

しないように選別するためのプログラムを作成した。 

 ライブラリーを用いたアポトーシス関連遺伝子の解析

では、新規の知見がたくさん得られており、本研究で作

成しているライブラリーの有効性を示した。そこで、さ

らに改良したアルゴリズムを用いて siRNA のターゲッ

トとしてアポトーシス関連遺伝子、キナーゼ、フォスフ

ァターゼ遺伝子などのライブラリー（約2600サイト）を

構築した。そして、アポトーシス関連遺伝子のライブラ

リーを中心に関連遺伝子機能の網羅的な解析中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNAi、siRNA ライブラリー 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム(ナノマテ

リアル・プロセス技術) 

ナノ機能合成技術プロジェクト ナノ機

能材料創製・機能実証技術 

［研究代表者］横山 浩（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］阿部 修治、針谷喜久雄、下位 幸弘、 

川本 徹、川畑 史郎、小林 伸彦、 

坂野 貴子、Ping Huai、岩田 潤一、 

寺倉 清之、三上 益弘、都築 誠二、 

森川 良忠、尾崎 泰助、篠田 渉、 

中西 毅、吉田 孝史、劉 子敬、 

秋永 広幸、眞砂 卓史、高野 史好、 
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水口 将輝、Sun Zhi-gang、 

川西 祐司、鈴木 靖三、園田与理子、 

谷田部哲夫、中村 徹、平谷 和久、 

名川 吉信、金里 雅敏、北條 博彦、 

徳久 英雄、小山恵美子、水谷 亘、 

内藤 泰久、畔原 宏明、時崎 高志、 

綾 信博、瀬戸 章文、平澤 誠一、 

折 井  孝 彰 、 Zolotoukhina Tatiana 
Nikolaevna、大谷 吉生、菅原 孝一、 

古賀 健司、季 常青、 

【住友化学工業株式会社】石飛 昌光、 

【筑波大学】押山 淳、白石 賢二、 

岡田 晋、村上 浩一、牧村 哲也、 

大成誠之助、深田 直樹 

【東京大学】尾嶋 正治、岡林 潤、 

谷内 敏之 

【高エネルギー加速器研究機構】 

小野 寛太、久保田正人、 

【東北大学多元物質科学研究所】 

岡 泰夫、村山 明宏、富田 卓朗、 

【セイコーインスツルメンツ株式会社】 

安武 正敏、渡辺 和俊、安藤 和徳、 

鹿倉 良晃、今井（倉持）宏実、 

【富士通株式会社】田中 厚志、 

清水 豊、大島 弘敬、井原 宜孝、 

【東北大学電気通信研究所】白井 正文、 

【浜松ホトニクス株式会社】丸山 芳弘、 

與儀 修 

［研 究 内 容］ 

[1] ナノシミュレーション技術の開発 

○【目標１】ナノ構造体シミュレーションの要素技術と

して、第一原理法と古典分子動力学法の高速化、ハイブ

リッド化、および拡張アンサンブル法、分子間相互作用

の精密化法など、大規模計算手法の開発を進め、直径

10nm 程度のサイズのナノ構造体の安定構造を求められ

るようにする。（中間目標）（一部は住友化学工業との共

同研究） 

【成果１】これまでに自己誘導力法、ハイブリッドモン

テカルロ法、部分剛体多重時間数値積分法、拡張分子間

ポテンシャル法、粗視化法などの分子シミュレーション

要素技術を開発し、10nm 程度のサイズのナノ構造体の

安定構造を必要に応じた高い精度で高速に求めることが

可能になり、中間目標は十分に達成した。 

○【目標２】シミュレーション技術の適用により、新し

い電子・スピン機能材料や分子機能材料に関する提案を

1つ以上行う。（中間目標）（一部は筑波大学との共同研

究） 

【成果２】シリコン結晶表面におけるナノ構造形成によ

る磁性発現、二重炭素ナノチューブの径の制御による半

導体の金属化など、ナノ構造特有の新機能に関する多く

の理論的提案を行い、中間目標は十分に達成した。 

[2] ナノ機能材料の創製と機能実証 

[2-1] 電子・スピン機能材料創製と機能実証技術 

○【目標３】超高磁場応答ナノ構造磁性体材料からなる

磁場センシング用プロトタイプ素子を作製し、その特性

を評価する。（富士通（株）、東京大学との共同研究） 

【成果３】 終目標達成のために素子作製プロセスを再

検討した。（中間目標達成） 

○【目標４】高スピン偏極機能材料へテロ構造で1%以

上のスピン注入現象を実証する。（東北大学電気通信研

究所、多元物質科学研究所との共同研究） 

【成果４】 終目標を達成後、更に高いスピン注入を行

うという目標を定め、特に半導体中におけるスピン偏極

電子の伝導について詳細に調べた。（ 終目標達成） 

○【目標５】局所スピン分光計測を可能とする、ナノ構

造磁性体評価装置の開発を行う。（エスアイアイ・ナノ

テクノロジー（株）、東京大学との共同研究） 

【成果５】放射光光電子分光法を用いたナノ構造磁性体

評価装置を用いて、空間分解能40nm を達成した。メゾ

スコピック磁性体の磁区観察を行い、メゾスコピック磁

性体特有の vortex 構造の磁区構造がシミュレーション

結果を良く再現していることを明らかにした。（中間目

標達成） 

[2-2] 分子機能材料創製と機能実証技術 

○【目標６】目的分子のバインディングによって、電子

伝導性等の電気的変化を引き起こすセンシング機能分子

を設計・合成し、その分子機能を単一分子分光法により

確認するとともに、電極表面上に導入し微小電気計測法

により一分子電気応答の確認を行う。（一部は浜松ホト

ニクス（株）との共同研究） 

【成果６】核酸塩基認識ゲートと導電性ワイヤならびに

電極への接合部位等を複合化した機能分子を、理論予測

をもとに設計・合成し、溶液中において塩基との結合な

らびに電子状態変化の誘導の確認に成功した。さらに金

表面に錯形成可能な機能分子を導入し、金属イオン捕捉

による電気的変化の観察に成功した。単一分子による分

子捕捉現象を、高感度に光検出・評価しうる表面増強ラ

マン計測システムを構築した。2～5ナノメートルのギャ

ップ電極を備えた微小電気計測系を構築し、種々の導電

性分子について、単一分子伝導に関係する基礎的電気特

性の評価を開始した。（中間目標達成） 

[2-3]ナノ構造形成技術 

○【目標７】走査プローブ陽極酸化によるナノ構造形成

の機構解明や高精度プロセス制御に向けて、プローブ電

流測定系を有する加工システムを構築して中間目標を達

成する。また、磁性材料等に対して新たな加工プロセス

を探る。 

【成果７】カーボンナノチューブを用いた探針と高精度

ステージの採用により加工幅15nm、位置精度1.5nm、

加工範囲2.5μm を達成した。また、プローブ電流と形
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成された酸化膜体積との相関性を明らかにし、プロセス

制御の可能性を示した。さらに強磁性材料に対しては、

バイアス電圧の極性により酸化と還元が起きている可能

性を提示した。（中間目標達成） 

【目標８】レーザーアブレーションにより、粒径5-

20nm の金属／金属酸化物ヘテロ構造粒子をサイズ・組

成を厳密に制御しつつ作製するプロセスを開発し、粒子

のサイズ・構造と磁気的特性の相関の一部を解明する。 

【成果８】磁性金属系複合構造粒子を、内核部：外殻部

の体積、結晶性や、組成等を制御しつつ作製できること

を示した。Ni/NiO コア・シェルナノ粒子を作製して、

その磁気特性のサイズ依存性を解析し、粒径の減少に伴

って超常磁性的な磁気特性を観測した。（中間目標達

成） 

[3] ナノ構造機能相関理論の一般化 

【目標９】シミュレーションと実験の基盤の上に、低次

元ナノ構造や分子ワイヤなどの単一ナノ構造体の構造と

機能の相関の理論的解明を進め、電子・スピン機能や分

子機能をもつ複合ナノ構造体の設計を行うための理論的

基盤を構築し、1つ以上の新しいナノ構造機能の理論的

提案を行う。（中間目標） 

【成果９】ナノ超構造における相変化スイッチングの高

速化、局在スピンと結合した共役分子の電子的スピン制

御、ナノカーボン系における磁性発現など、様々なナノ

構造体における構造と機能の相関を理論的に解明し、多

くの新しいナノ機能の理論的提案を行い、中間目標は十

分に達成した。 

［分 野 名］ 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術）ナノコーティン

グ技術プロジェクト 

［研究代表者］袖岡 賢（エネルギー利用研究部門 エ

ネルギー変換材料研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 雅人、井上 貴博、香山 正憲、 

田中 孝治、田中 真悟、楊 鋭 

［研 究 内 容］ 

 ナノテクノロジーの適用により遮熱コーティングの特

性を大幅に向上させることを目的とし、プラズマ溶射法

によりナノ粒子分散や結晶粒径制御等のナノ構造制御を

行う技術を開発するとともに、マルチスケールでの計算

機シミュレーションにより理想的なコーティング界面の

構造とその力学的特性を明らかにする。 

 プラズマ溶射層構造 適化による内部応力制御技術開

発においては、材料探索により抽出された材料系につい

て、粒子析出法によるプラズマ溶射ナノ粒子分散複合コ

ーティングの形成を試み、その特性評価を行った。

Al2O3/YAG 系においては、温度制御により in-situ でナ

ノ複合コーティングの生成に成功するとともに、耐摩耗

皮膜として有望であることを明らかにした。Al2O3/ 

ZrO2系についても Al2O3/YAG 系と同様の手法でナノ複

合コーティングを作製可能であり、しかも高温でもナノ

構造が比較的安定であることがわかった。CeO2/ZrO2系

においては、従来の TBC である YSZ コーティングに

比べ、低熱伝導率かつ高熱膨張率であり、より高温で使

用可能な TBC 材料として有望であることを明らかにし

た。 

 第一原理計算によるコーティング界面の解明とメゾス

コピック手法との連携においては、Al2O3 (0001)/Cu 
(111)界面の O-terminated 界面と Al-terminated 界面

の原子・電子構造、界面結合の詳細な分析を行い、界面

のストイキオメトリにより結合性が大きく異なることを

明らかにした。東大グループの HRTEM 観察、EELS
観察との詳細な比較を行い、観察結果が第一原理計算で

説明できることが判明した。第二に、O-terminated 界

面と Al-terminated 界面の界面原子層間、および第一

第二 Cu 原子層間に第一原理引張試験（rigid-type）を

適用し、各原子層間の局所的力学特性（破壊エネルギー、

引張強度、局所ヤング率）を明らかにした。O-

terminated の Cu-O 間は Cu-Cu 間よりも2倍近く強く、

一方、Al-terminated の Cu-Al 間は Cu-Cu 間よりも2

倍近く弱い。第三に、第一原理引張試験の結果から、各

原子層間のポテンシャル曲線を完全な形で求め、有効原

子間ポテンシャルの雛形の構築を試みた。東大グループ

と連携し、安定構造と原子層間ポテンシャルの両方の第

一原理計算データを再現するような有効原子間ポテンシ

ャルを構築し、古典分子動力学計算でのテストを行った。

以上により、界面の力学特性を高精度に明らかにすると

共に、第一原理計算とメゾスコピック手法（古典分子動

力学計算）の連携技術の確立に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］遮熱コーティング、プラズマ溶射、ナノ

粒子分散複合コーティング、第一原理計

算、計算科学 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術）ナノカーボン応

用製品創製プロジェクト 

［研究代表者］飯島 澄男（新炭素系材料開発研究セン

ター） 

［研究担当者］新炭素系材料開発研究センター 

湯村 守雄、末永 和知、大嶋 哲、 

畠 賢治、斉藤 毅、横井 裕之、 

内田 邦夫 

ナノテクノロジー部門 徳本 洋志、 

清水 哲夫、阿部 秀和、 

Abdou Hassanien、山口 智彦 

［研 究 内 容］ 

 単層カーボンナノチューブとナノホーンを中心とする

ナノカーボン材料について、その構造を制御しながら量
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産するための基盤技術、生産したナノカーボン材料を加

工・修飾して目的とした物理的・化学的特性を発現させ

るための基盤技術、形態及び配向等を制御してナノカー

ボン材料を基板上に成長させる等の電子デバイス応用の

ための基盤技術、並びに、これらの技術開発を支える微

細構造評価等の技術を開発する。さらに、この研究開発

等によって得られるデータ、技術、知識を体系化・構造

化し、産業技術の基盤の構築を図る。この目標の達成の

ため、 

(1) 単層カーボンナノチューブの合成触媒並びにプロセ

スの探索 

(2) ナノカーボン精製・単分散化技術 

(3) デバイス応用基礎技術の開発 

(4) ナノカーボン構造評価技術の開発 

(5) ナノカーボン材料技術の体系化の研究 

の5つの研究開発項目について研究開発を実施した。 

(1) 単層カーボンナノチューブの合成触媒並びにプロセ

スの探索 

 小型装置での基礎研究から気相流動法試験装置（日

機装分室）の操作条件を示し、配布用サンプルの生産

が可能になった。新規の触媒及び炭素源を検討した結

果、エタノールを炭素源とする基板法で高活性を示す

Co、Mo、Ni の酢酸化合物とアセチルアセトナート

は、気相流動法での使用が極めて困難であることが分

かった。また、エタノール／フェロセン系で単層ナノ

チューブを合成できる条件を明らかにした。 

(2) ナノカーボン可溶化・単分散化技術 

 CNT の溶媒への分散剤として導電性ポリマー｢ポリ

アニリンスルホン酸（PAS）｣を適用し、その分散化

溶液から導電性を有する透明なフィルムを形成するこ

とが可能となった。導電性カーボンと比較して CNT
は導電性（2桁、1/10の添加効果）、塗膜の透明性に優

位性があることを見出した。特に、SWNT は MWNT
に比較して導電性（2桁、1/5の添加効果）及び透明性

で優位性があることが確認できた。また、分散化溶液

から得られた透明フィルム中の CNT 分散構造の解析

を実施し、CNT がフィルム中に均一に分散しており、

三次元的にネットワークを形成していることを確認し

た。さらに、PAS およびスルホン酸基による分散化

機構を考察した。ナノカーボン触媒担持技術析出沈殿

法や気相グラフティング法を用いて金超微粒子を高分

散に担持することを試みた。その結果10nm を切るサ

イズの微粒子が CNT 上に担持されることが明らかに

なった。 

(3) デバイス応用基礎技術の開発 

 カーボンナノチューブと電極金属との接合技術の開

発のため、目的に適した金属材料の選択、SEM・

STEM 中で観察・制御しながら接合する技術および

その場での電気伝導計測を行う研究を行った。その結

果、低融点金属や合金の微粒子を融解し、その中へ

CNT を挿入・固定することによりデバイスに課せら

れた機械的強度で10kΩ程度のオーミックな接合を再

現性よく形成できることを見出した。また、STM/ 

AFM を用いた CNT の電気・電子的特性を評価する

技術を開発し、特に、CNT と基板との相互作用に注

目して模擬的電子デバイス構造を作製し電子状態の計

測を行った。その結果、電極構造を工夫し基板から浮

かした（サスペンド）構造の CNT 電子デバイスでは、

電極間で電子が反射し干渉すること、その電子の寿命

が長いことなどを明らかにすることができた。 

(4) ナノカーボン構造評価技術の開発 

 14年度末に納入した高分解能型透過電子顕微鏡

（JEOL-20101F）に、より高感度化する改造を加え

（高感度検出器、低温ステージ、電子線エネルギー損

失分光装置の導入）性能試験を終えた。本装置を用い

て孤立したナノチューブのカイラリティを決定するこ

とに成功した。またカーボンナノチューブ内のガドリ

ニウム元素を単原子レベルの検出感度をもって検出す

ることに成功した。さらに、軽元素カルシウム（原子

番号：Z=20程度）の動的観察に成功した。 

(5) ナノカーボン材料技術の体系化（知識の構造化）の

研究 

 ナノカーボンについてのシミュレーション方法およ

びソフトウエアの調査と開発のため、触媒 CVD プロ

セス（CCVD）について調査、検討を進めた。応用数

学の科研費研究班と｢カーボンナノチューブの生成機

構と移動界面の数理｣合同討論会を開催した。現在、

CNT 成長の数理モデルを検討中。本プロジェクトで

得られた特性データ、評価方法等を「知識の構造化」

Pj と連携して体系的に整理し、データベースを構築

した。特に、「知識の構造化」Pj からの実験ノートの

作成要請を受けて、触媒と反応条件に関する実験ノー

トを作成した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、大量合成、化学

修飾、電界効果トランジスター、オーミ

ック接合、カイラリティー、サスペンド

構造、電子干渉、電子寿命、単原子検出 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素削減等地球環境産業技術研究

開発事業 

地球環境産業技術に係る先導研究 

適モニタリング設計技術に関する先導

研究 

［研究代表者］當舎 利行（地圏資源環境研究部門 地

圏資源工学研究グループ） 

［研究担当者］當舎 利行、石戸 恒雄、杉原 光彦、 

楠瀬勤一郎 

［研 究 内 容］ 

 本先導研究では、流体流動シミュレーションならびに
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シミュレーション結果と重力、比抵抗などの物理探査デ

ータを直接的に結びつけるポストプロセッサーを用いて

CO2の注入時やその後の挙動を予測し、 も費用対効果

が期待できる方法によってモニタリングを実施する技術

（ 適モニタリング技術）の設計指針を得るために必要

な研究開発を実施する。研究は、3つのサブテーマ（①

液状態 CO2挙動に関する研究、②ポストプロセッサー

に関する研究、③物理探査データ取得のためのフィール

ド調査）から構成されており、産業技術総合研究所と電

源開発株式会社にてテーマを分けて研究を進めている。

産業技術総合研究所では、②の一部と③について研究を

遂行している。 

 ②ポストプロセッサーに関する研究のうち、１）ポス

トプロセッサーの試作では、ポストプロセッサーコード

を用いて物理探査モニタリングについての適用性を検討

するために、シミュレーションのための CO2地中貯留

に適した数値モデルの作成を進めた。また、機能拡張、

シミュレーターインターフェースの検討を行った。 

 ③物理探査データ取得のためのフィールド調査では、

帯水層中での気相発生などに敏感に反応する自然電位に

ついて、CO2地中貯留のモニタリングとして使用可能か

どうかを評価するために、昨年度に引き続き実フィール

ドにて観測系の長期安定性に関する測定を実施した。ま

た、CO2が帯水層中に圧入されたときにどのような変化

が地表で観測されるかを予測するために、浅い実験井に

空気を圧入したときの重力や傾斜、電磁気学的変化の観

測を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、モニタリング 

 

［研 究 題 目］バイオマスエネルギー高効率転換技術開

発 

［中 項 目 名］セルロース系バイオマスを原料とする新

規なエタノール醗酵技術等により燃料用

エタノールを製造する技術の開発 

［小 項 目 名］もろみエタノールの膜濃縮技術の開発 

［研究代表者］柳下 宏（環境調和技術研究部門 グリ

ーンプロセスグループ） 

［研究担当者］池上 徹、北本 大、根岸 秀之、 

竹田 三恵、森山由紀子、土屋 和恵、 

後藤 新一、齊藤 敬三、篠崎 修、 

小熊 光晴、木下 幸一、江原 淳一、 

田代 政男、工藤眞一郎、日暮 一昭、 

松丸 陽子、三田 恵子 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究題目は、バイオマス資源のエネルギーへの高効

率な転換技術のうち、糖・デンプン系のエタノール醗酵

技術をセルロース系バイオマスに適用するための技術を

開発し、実用化に目途をつけることを目的としている。 

 そこで、本研究では、エタノール選択的透過性を有す

る高性能なシリカライト膜の開発と、当該膜等を用いて

発酵エタノールを発酵槽から連続的、選択的に回収し、

エタノールを高濃度に濃縮する基礎技術を開発する。 

 さらに、本プロジェクトにより製造されたセルロース

系バイオマスを原料とするエタノールの自動車燃料への

適用技術開発を目的として、バイオエタノール混合ガソ

リンの自動車燃料としての性状調査や自動車材料への適

合性調査、排出ガスや蒸発ガス特性調査および実車両で

の走行試験（フリート試験）における車両やエンジンオ

イルへの影響調査を実施した。 

進捗状況： 

 本年度は、発酵液中の共存物質の分析を行うとともに、

それらが分離膜性能（分離係数と透過流束）に及ぼす影

響について検討した。その結果、発酵液中には、副産物

として種々の有機酸類（主としてコハク酸）及びグリセ

ロールが生成、蓄積されたことが明らかとなった。 

 次いで、これらの物質がシリカライト膜のエタノール

分離性能に及ぼす効果について調べた結果、コハク酸は

分離係数と透過流束の双方の著しい低下を、グリセロー

ルは透過流束の低下を惹起することが明らかとなった。 

 エタノール高選択性分離膜であるシリカライト膜の工

業的な生産化を目指すために、製膜工程の短縮と再現性

の高い高性能を有する分離膜の製膜法として、種結晶を

基板上に塗布して水熱合成を行い、その製膜条件の検討

を行った。 

 その結果、結晶化調整剤の量を減らすことで、きれい

な膜が安定して作製できることがわかった。さらに、製

膜初期に用いるシリカライトの種結晶の大きさが、その

製膜後の分離性能に大きく寄与し、高分離性能を呈示す

るための 適な種結晶粒子径が存在することを明らかに

するとともに、従来の種結晶を用いずに水熱合成だけで

作製する方法と比較して製膜時間の大幅な短縮が可能で

あることを明らかにした。 

 燃料性状については、エタノールを混合することによ

り蒸気圧の上昇と50%留出温度の低下が見られた。本試

験ではエタノール10%混合ガソリン（E10）においても

規格値の範囲内ではあったが、ベースガソリンの性状に

よっては規制値の範囲外になることが十分ありえるため

注意が必要である。 

 また、材料への適用性について、金属材料ではエタノ

ールを混合することによりアルミが腐食される傾向があ

り、エタノール3%混合時（E3）には影響はないが E10

では激しく腐食された。ゴム・樹脂材についてはエタノ

ールの混合濃度が上がるにつれて膨潤率が高くなる傾向

が見られた。 

 排ガス試験および蒸発ガス試験についてはベースガソ

リン、E3、E10いずれの場合も規制値の範囲内にあり、

燃料種の違いによる影響もあまり見られなかった。 

 実車での走行試験については初期段階における始動性
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や運転性能に関する問題は見られなかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、エタノール発酵、膜分離技

術、浸透気化法、シリカライト、ゼオラ

イト膜、エタノール混合ガソリン、排ガ

ス試験、蒸発ガス試験 

 

［研 究 題 目］バイオマスエネルギー高効率転換技術開

発 

［中 項 目 名］セルロース系バイオマスを原料とする新

規なエタノール醗酵技術等により燃料用

エタノールを製造する技術の開発 

［小 項 目 名］もろみエタノールの膜濃縮技術の開発 

［研究代表者］柳下 宏（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］池上 徹、北本 大、根岸 秀之、 

土屋 和恵 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究題目は、バイオマス資源のエネルギーへの高効

率な転換技術のうち、糖・デンプン系のエタノール醗酵

技術をセルロース系バイオマスに適用するための技術を

開発し、実用化に目途をつけることを目的としている。 

 そこで、本研究では、エタノール選択的透過性を有す

る高性能なシリカライト膜の開発と、当該膜等を用いて

発酵エタノールを発酵槽から連続的、選択的に回収し、

エタノールを高濃度に濃縮する基礎技術を開発する。 

進捗状況： 

 エタノール発酵の副産物である有機酸の蓄積によって

引き起こされるエタノール高選択性シリカライト膜の分

離性能の大きな低下を防止することを目的として、疎水

性素材であるシリコンゴム（2種類：1液湿気硬化型、2

液反応硬化型、濃度：5～7%）でシリカライト膜のコー

ティングを行い、0.3%コハク酸含有のエタノール液を

供給液として、その改質効果について検討した。いずれ

の場合も、分離性能低下を顕著に軽減でき、コーティン

グ濃度が高いほど有効であった。さらに、これら改質膜

に供給する液中のコハク酸分子を pH の制御で解離型に

導くことによって、弱酸性域での分離性能の低下をほほ

回避し得ることが明らかとなった。 

 一方、管状化分離膜の開発においては、第一段階の膜

基板への種結晶塗布の制御が極めて重要であることから、

泳動電着法による検討を行った。多孔質ステンレス管

（細孔：2μm）を電着基材として用い、シリカライト

種結晶（粒径＜3μm）の分散媒に1-プロパノールを選

定することにより、均一な塗布が可能となった（印加電

圧：5～20V、電着時間：～30min）。この後、水熱合成

法による製膜を行った結果、エタノールに対して浸透気

化分離性能（5%供給エタノール→75%透過エタノール、

透過流束0.3kg/m2/h at 30℃）を有する管状シリカラ

イト膜を作製できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、エタノール発酵、膜分離技

術、浸透気化法、シリカライト、ゼオラ

イト膜 

 

［研 究 題 目］バイオマスエネルギー高効率転換技術開

発 

有機性廃棄物の高効率水素・メタン醗酵

を中心とした二段醗酵技術研究開発 

メタン醗酵の効率化及びバイオエンジニ

アリングの研究  

［中 項 目 名］メタン醗酵の効率化及びバイオエンジニ

アリング研究 

［研究代表者］澤山 茂樹（エネルギー利用研究部門 

バイオマス研究グループ） 

［研究担当者］塚原建一郎、多田 千佳、楊 英男 

［研 究 内 容］ 

 本技術研究開発は、地域特性、性状等異なった個性を

もつ多種多様なバイオマス資源のエネルギーへの高効率

な転換技術のうち、近年のバイオテクノロジー進展によ

り研究されてきた複雑系微生物群（多数の微生物の共同

作業で成り立っている系）での可溶化・水素醗酵をメタ

ン醗酵の前処理技術として開発し、有機性廃棄物から高

効率・高速度に気体燃料（水素・メタン）を取り出す技

術を開発し、実用化に目途をつけることを目的とする。 

平成15年度は、「メタン醗酵の効率化及びバイオエンジ

ニアリング研究」において、「①メタン醗酵効率化技術

の研究、1」高効率固定化技術の開発」を行った。具体

的には、醗酵液分析装置を利用し、水素醗酵液及びメタ

ン醗酵液の解析を行い、メタン醗酵槽の醗酵条件の設定

を行った。新しい固定化醗酵技術を利用したベンチスケ

ールのメタン発酵槽の設計・試作・運転を行い、トータ

ルシステムのメタン醗酵槽の基礎資料とし、水素・メタ

ン二段醗酵トータルシステム実験機の計画・設計を行っ

た。 

［分 野 名］エネルギー利用、バイオマス 

［キーワード］メタン醗酵、水素醗酵、バイオガス 

 

［研 究 題 目］バイオマスエネルギー高効率転換技術開

発 

［中 項 目 名］バイオマスの低温流動層ガス化技術の開

発／低温ガス化触媒の循環流動層への適

用可能性に関する調査 

［研究代表者］角口 勝彦（エネルギー利用研究部門 

熱回生利用研究グループ） 

［研究担当者］幡野 博之、鈴木 善三、山田 理、 

海保 守、安田 肇、美濃輪智朗、 

千葉 晃嗣（2号非常勤）、徳田真樹子、 

麻生 光恵、宇野 誠司 

［研 究 内 容］ 
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 本技術開発ではバイオマス資源の高効率なエネルギー

転換技術の確立を目指し、前処理工程が比較的容易な流

動層技術を適用した低温（600℃）バイオマス・ガス化

技術を開発する。低温ガス化を行う際には、安定連続運

転を困難にするタールが発生する。このタールトラブル

を回避するため、共同研究機関（出光興産）が開発する

タール分解機能を有した多孔質アルミナ粒子等の触媒を

使用する。すなわちこの低温ガス化触媒粒子を循環流動

層に適用し、バイオマス分解特性、タール分解触媒のタ

ール吸着特性について検討する。またプロセス解析によ

り、同ガス化システムの評価を行う。これらの手段によ

り、循環流動層利用システムによるバイオマス・ガス化

技術の実用化に資する。 

 平成15年度は、小型循環流動層ガス化実験炉に燃焼装

置を付け、完全循環型試験装置とした。ガス化時間が2

秒程度と短いためガス化率、タール排出特性が異なった

が定常的な生成ガス組成が得られた。重質タールについ

ては2秒という短時間でほとんどが捕集されることが分

かった。また、燃焼器は600℃と低温であったが捕集タ

ールならびに残渣などはほぼ完全に燃焼させることがで

き、燃焼器側からの顕熱損失を減少させることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、ガス化技術、流動層 

 

［研 究 題 目］バイオマスエネルギー高効率転換技術開

発 

［中 項 目 名］バイオマスの高速ガス化によるメタノー

ル等気体・液体燃料への高効率エネルギ

ー転換技術開発 

［小 項 目 名］バイオマスガス化基礎特性の把握 

［研究代表者］小木 知子（エネルギー利用研究部門 

バイオマス研究グループ） 

［研究担当者］（井上 誠一）、中西 正和、 

大久保英之（年度途中まで）、 

張 岩（年度途中から）、 

川村 明（年度途中から） 

［研 究 内 容］ 

「バイオマスガス化基礎特性の把握」 

 平成15年度は、平成14年度に設計製作した小型噴流床

ガス化装置の改造、連続ガス分析計の組み込みと自動計

算システムの構築により、ガス化実験の高効率化を図っ

た。 

 製作した装置、システムを用いて、スギを原料に、

900℃でガス化剤（水蒸気と酸素）の比率を変えてガス

化を行い、 適ガス化条件を探索した。得られたガスの

[H2]/[CO]、[CO2]/[CO]を検討したところ、：[H2O] 

/[C]:2～[O2]/[C] 0、or0.1の時、後段の液体燃料に適

した組成のガスが高ガス化率で得られることがわかった。

また[O2]/[C]が大きい（0.2以上）場合でも、[H2O] 

/[C]を小さく（0.5）すると CO 生成割合の高いガスが

えられることが判った。 

 温度の影響を検討したところ、温度が低下するに従い

ガス化率は低下するが、800℃では、若干ガス化率が低

下するものの900℃とほぼ同じ組成のガスが得られ、条

件のコントロールによっては、ガス化を低温側にシフト

させて行えることが示唆された。 

 これまでに求めたガス化 適条件下において、各種バ

イオマスをガス化し、ガス化特性を把握した。ガス化結

果は、原料バイオマスの性状：灰分の含有率と含有種金

属成分、リグニン等のセルロース以外の成分の性状と含

有率によって異なった。木材部のように灰分の含有率が

ひくく、セルロースを主成分とするものはきわめて良好

にガス化が進行したが、灰分の含有量の高い草本系バイ

オマスやリグニン含有量の高い樹皮はガス化率が低下し

た。 

［分 野 名］エネルギー利用、バイオマス 

［キーワード］木質系バイオマス、ガス化、間接液化、

液体燃料製造、噴流床型ガス化炉 

 

［研 究 題 目］平成15年度国際石炭利用対策事業 

国際協力推進事業「未利用石炭等重質炭

化水素資源の利用技術に関する調査」 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門 

新燃料開発研究グループ） 

［研究担当者］杉本 義一、坂西 欣也 

［研 究 内 容］ 

 本調査研究は、より効率的、経済的な改質技術への高

性能炭素質触媒の適用可能性を調査するため、スラリー

床型反応器による超重質油の分解触媒として、炭素質触

媒、硫化モリブデン系触媒、鉄系触媒の性能評価を行っ

た。 

 スラリー床（懸濁床）反応器による重質油の分解に用

いるため、有望と思われる以下の触媒（(1)～(5)）のコ

ーキングテストを実施した。 

 (1) 高表面積活性炭を担体とする炭素質触媒（NMC1）、

(2) 褐炭から調製した活性炭を担体とする炭素質触媒

（NMC2）、(3) 硫化 Mo 系触媒（MoS、CoMoS）、(4) 

リモナイト（FeOOH）、(5) 石炭担持鉄触媒（FeCoal） 

 リモナイトや NiMo/活性炭触媒の場合には、運転中

圧力上昇は全くなく、運転後のオートクレーブ内にコー

クと思われる塊状物は認められなかった。したがって、

これらの触媒をワンスルーで使用する場合、長期間の安

定運転が可能であると思われる。MoS や CoMoS 触媒

では3日間の運転期間中で数度の圧力上昇が認められ、

運転後のオートクレーブ内には砂粒程度の塊状物が少量

存在した。これらのコーク状塊状物はもろい凝集物であ

り、大型装置では反応底部から抜き取ることにより問題

とならない可能性もある。また、触媒量や反応圧力の増

加によってコーク生成量を低減できるものと思われる。

一方、FeCoal、450℃の反応では軽質な分解生成油が得
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られるがコーク生成も著しく、反応圧力が著しく増加

（～12Mpa）したため、数時間で運転を停止した。オ

ートクレーブおよび貯槽内からコーク状物質が大量に回

収された。 

 以上の結果から、スラリー床型反応器による超重質油

の粉末分解触媒として、炭素質触媒、硫化モリブデン系

触媒、鉄系触媒の性能を比較し、炭素質担体に Ni、Mo
を担持した触媒は、コーク生成量が少なく安定した運転

が可能であること、脱硫反応が大きく促進されることを

明らかにした。更に超重質油分解触媒として炭素質触媒

の有望性が示されたが、今後、より長期間運転による安

定操作性の確認や沸騰床、固定床に用いられる成型化炭

素質触媒の性能評価を行って、その有効性を確認してい

く必要が考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］重質油、水素化分解、スラリー床 

 

［研 究 題 目］健康維持・増進のためのバイオテクノロ

ジー基盤研究プログラム／糖鎖エンジニ

アリングプロジェクト／糖鎖合成関連遺

伝子ライブラリーの構築 

［研究代表者］成松 久（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、立花 宏一、久保田智巳、 

栂谷内 晶、岩井 俊恵、中西 伸夫、 

石川 久美、杉岡しげみ、清原 克恵、

川本 里沙、中村 充、安形 高志 

［研 究 内 容］ 

 ポストゲノム研究の重要課題としてタンパク質の翻訳

後修飾があげられる。その主役は糖鎖修飾であり、これ

を担うのは糖転移酵素と呼ばれる一群の酵素である。ヒ

トゲノム中に300種類は存在するであろうと予測される

これらの酵素群を網羅的にクローニングし、機能解析す

ることは、今後のバイオテクノロジー発展の基盤となる。 

 我々は、ゲノムインフォマティクス法を用いて新規糖

転移酵素遺伝子候補のクローニングを行ってきた。相同

性を有する糖鎖遺伝子候補をすべてクローニングし終わ

り、既知糖転移酵素と相同性のない未知の糖転移酵素群

の探索を行った。ライブラリー化には Gateway システ

ム（Invitrogen 社製）を採用し、pENTR、pDONR 等

のベクターに糖鎖合成関連遺伝子ライブラリーを構築し

た。本プロジェクトにおいて97種類の新規糖転移酵素候

補遺伝子を発見し、そのうち34遺伝子については酵素活

性まで確認した。β1,4結合で糖を付加する新規糖転移

酵素β4GalNAc-T3及びβ4GalNAc-T4をクローニング

し、酵素活性等の解析を行ったところ、N-glycan 及び

O-glycan の両方に LacdiNAcx 構造を合成することが

明 ら か に な り 、 Glycodelin や LH-alpha な ど の

LacdiNAc 構造を合成していることを証明した。以上、

既知遺伝子と合わせて、228遺伝子をライブラリーとし

て管理している。また、糖転移酵素に関するすべての情

報を網羅し、同時に相同性検索機能などの解析に必要な

機能を付与し、糖転移酵素の解析に必要なすべてのデー

タを容易に利用できる糖転移酵素データベース検索シス

テムを構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖遺伝子、糖転移酵素、糖タンパク質 

 

［研 究 題 目］生物機能活用型循環産業システム創造プ

ログラム 

環境中微生物の高精度・高感度モニタリ

ング技術の開発 

［研究代表者］中村 和憲（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］中村 和憲、鎌形 洋一、木村 信忠、 

北川 航、松村 瑞穂、丸山 明彦、 

北村 恵子、三朝 千稚、金川 貴博、 

川原崎 守、野田 尚宏 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子操作生物の環境安全性評価等に資するため、特

定微生物及び微生物相の定量解析技術の開発、特定微生

物の環境影響評価試験手法の開発を行うことを目的とし

て研究を進めている。今年度は、組換え体微生物を高精

度にモニタリングすることを目的として、機能遺伝子を

特異的に検出するためのマーカーを付与する手法につい

て検討し、昨年度に開発した蛍光蛋白質遺伝子を組み込

む手法と同様にモニタリングに利用可能であることを明

らかにした。また、相対分子定量法による微生物相解析

手法を現場データの収集に適用するための DNA 抽出法

について検討し、フェノール抽出法が優れていることを

明らかにした。 

 次に、特定の微生物の環境影響評価試験手法の開発の

ための評価系としての活性汚泥系を確立するため、以下

の検討を行った。下水処理場から活性汚泥を採取し、温

度、培地などを一定にして培養を行った後、環境影響評

価試験に用いる三角フラスコへ移植して10日間培養し、

菌相の変化を PCR-DGGE 法で調べた結果、菌相に変

化は認められなかった。この結果から、活性汚泥系を環

境影響評価系として使用可能であると考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組換え微生物、高感度モニタリング、遺

伝子検出、塩基配列解析、微生物系統分

類 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素削減等地球環境産業技術研究

開発事業／地球環境産業技術に係る先導

研究／断熱発泡樹脂中の代替フロン等の

回収と分解に関する研究 

［研究代表者］竹内 正雄（エネルギー利用研究部門 

燃焼反応制御研究グループ） 

［研究担当者］加茂 徹、小寺 洋一、鈴木 善三、 

畑中 健志、浜津 邦仁 
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［研 究 内 容］ 

 建築用や業務用冷蔵庫・冷凍庫の断熱用発泡樹脂製造

の際に発泡剤として使用された代替フロン等を、建物の

解体現場等で効率良く回収・処理するために、溶解・脱

泡による回収技術と流動層燃焼による分解処理を組み合

わせたプロセスの研究を行った。 

 発泡樹脂の脱泡については、各種溶媒を用いて可溶化

し脱泡する技術と、熱分解による脱泡の技術を研究した。

溶剤可溶化法では、標準となる発泡ポリウレタンを製造

し、各種溶媒や添加物を用いてその可溶化特性を調べた。

その結果、生成物の分子量は溶媒、反応温度、反応時間、

無機添加物により制御できることが分かった。熱分解法

では、水平移動床ベンチプラントによるポリスチレン樹

脂および発泡ポリウレタンの熱分解実験を行った。硅砂

と樹脂の混合試料を用いて分解温度、滞留時間と生成物

の収率・性状の関係を調べ、 適運転条件を探索した。 

 フロン類の分解特性については、分解特性の基準とな

る CFC-113の酸化熱分解実験を行い、700℃程度で十分

な分解率を得られる事が分かった。ただし温度設定が低

い場合には、CFC-11等の特定フロンが生成することも

確認した。燃焼処理については、実験室規模の流動層燃

焼装置を用い、熱分解残さの付着した珪砂を連続供給す

るかカプセルに入れて流動層に投下する方法でその燃焼

特性を調べた。珪砂中の可燃分は珪砂重量の2wt%程度

であり、これだけでは熱量不足で補助燃料が必要である

ことがわかった。しかし、付着した熱分解生成物の燃焼

性は良好で、650℃程度の低温でも燃焼可能であり珪砂

を効率よく再生できることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］代替フロン、断熱用発泡樹脂、脱泡、焼

却 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素固定化・有効利用技術等対策

事業 

製品等ライフサイクル二酸化炭素排出評

価実証等技術開発 

インパクト等 LCA の研究開発 

［研究代表者］伊坪 徳宏（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター LCA 手法研究チー

ム） 

［研究担当者］稲葉 敦、匂坂 正幸、伊坪 徳宏、 

田原 聖隆、本下 晶晴、盧 在成、 

朴 弼住 

［研 究 内 容］ 

目標：「5年間の LCA プロジェクト」において開発され

た日本版被害算定型影響評価手法（LIME）の信頼性と

汎用性を向上させ、LCIA の実施を産業界に定着させる

ため、①被害係数と統合化係数の不確実性分析 ②社会

的合意性を重視した統合化係数の開発 ③新規影響領域

を対象とした特性化係数、被害係数、統合化係数の開発

を実施する。 

研究計画：研究初年度（H15）から二ヵ年を通じて、課

題1、課題3を実施する。課題1では、LIME が対象とす

る影響領域のうち、主要なものとして、都市域大気汚染、

有害化学物質、資源消費、地球温暖化、土地利用、酸性

化、生態毒性を対象として不確実性分析を行う。課題3

では、初年度において騒音、次年度において室内空気質

を対象として、被害係数の構築に向けた検討を行う。課

題2では、初年度と第二年次において、プレテストを実

施し、調査票の理解促進のための課題抽出作業を行い、

終年度において本調査を実施し、統合化係数の算定を

行う。 

年度進捗状況：上記三課題(目標記載)ごとに本年度の進

捗状況について以下に述べる。 

a．都市域大気汚染、有害化学物質、資源消費、地球温

暖化を対象とした被害係数と統合化係数の不確実性分

析：モンテカルロ・シミュレーションにより、主要物

質とカテゴリエンドポイントの定量的関係の不確実性

分析を可能にした。当該分析結果から、各被害係数の

不確実性の程度とその確率分布の形状と統計量につい

て特定することができた。さらに、感度分析結果より、

本年度対象とした全ての被害係数について信頼性を向

上する上で特に重要なパラメータを特定することがで

きた。 

b．都市域と郊外を対象とした訪問調査と同調査結果に

基づいた統計分析と統合化係数の算定：ランダムウォ

ークによる調査員面接法を都市域と郊外を対象として

実施した。分析の結果、一部を除きほぼ全ての属性に

ついて統計的に有意な結果を得た。これにより事前に

準備した調査票パネルの内容を回答者が理解し、かつ、

回答者の意思が回答に反映されていることを確認する

ことができた。 

c．騒音を対象とした運命暴露分析モデルの開発と睡眠

障害・会話障害を考慮した健康影響の被害係数の開

発：欧州での研究成果を参考にしつつ、日本を対象と

した騒音の運命分析、暴露分析を主要車両ごとに行っ

た。同分析結果に D-R 関数と DALY 変換係数を適用

することで日本版の騒音被害係数を得るための枠組み

を構築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LIME、LCIA、不確実性分析、環境影 

響統合化手法、騒音、室内空気汚染 

  

［研 究 題 目］二酸化炭素固定化・有効利用技術等対策

事業  

製品等ライフサイクル二酸化炭素排出評

価実証等技術開発 

地域産業に係る LCA 手法の研究開発 

［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
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［研究担当者］玄地 裕、井原 智彦、栗島 英明、 

志水 章夫、楊 翠芬、池田 正基、 

遠藤 恵 

［研 究 内 容］ 

1) 研究の背景・目的・目標 

具体的な地球温暖化対策への具体的対応が、国から県、

市町村レベルの地方自治体に移りつつある。本研究は、

このような背景から、地域施策の環境影響についてラ

イフサイクルアセスメントの手法を応用して定量化を

行い、地域施策実施に対する環境影響面の透明性と定

量性確保に寄与する手法を開発することを目的とする。

具体的には、岩手県の廃棄物処理、千葉県のバイオマ

ス利活用、三重県のまちづくり計画をケーススタディ

ーとして取り上げ、平成15年度は、それぞれのケース

について現状環境負荷量の把握を行うことを目標とし

た。 

2) 研究の全体計画 

 各県の検討対象システムについてインベントリ分析

をおこなうことで、環境負荷量の現状把握と対策技術

導入時の環境負荷の推定を行う。さらに廃棄物、バイ

オマス利活用に必要な、輸送・配置も考慮した地域施

策オプションを提示可能な 適化型モデルの開発を行

う。また、得られた手法の手順を実務書として整備す

る。 

3) H15年度の研究内容及び成果の概要 

 各ケーススタディーについて、主に CO2、CH4、

NOx、SOx、煤塵、固形廃棄物を対象とした現状把

握のためのインベントリ分析を実施した。廃棄物処理

システムに関しては、CO2、固形廃棄物の排出が顕著

であり、家畜排泄物と一般廃棄物処理に伴う排出量が、

50%以上を占めると推測され、これらの抑制が重要で

あった。バイオマス利活用に際して現状処理では、

CO2排出が顕著であり、その主要因である家畜排泄物

の処理が重要であった。街作りでは、約5年の運用で

建設段階の負荷を運用段階の負荷が超えることから運

用段階に対する改善案が重要であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCA、地域施策 

 

［研 究 題 目］燃料電池自動車等用リチウム電池技術開

発－高性能リチウム電池要素技術開発

（電池総合特性並びに加速的耐用年数評

価技術の開発（解体試験等による電池構

成部材からの評価技術確立のアプロー

チ）） 

［研究代表者］辰巳 国昭（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］小林 弘典、小池 伸二、栄部比夏里、 

齋藤 喜康、金子 真治、河本 健一、 

吉田 芳男、荒添 精一、石田 正、 

草梛 育子、黒田 佳弥、佐藤扶美子、 

中島 美幸、名倉 規代、和合由美子 

［研 究 内 容］ 

 電池構成材の劣化因子の抽出を行うため、添加剤等を

含まず基準となる小容量モデル電池の製造を目標に、電

極材料として LiNi0.8Co0.2O2（正極）及びハードカーボ

ン（負極）を用いた電池の製造技術の開発を行い、電池

設計仕様を決定した。電池の劣化については、まず正極

活物質の劣化に注目し、マンガンスピネル系材料では、

高温サイクルでの劣化と放電時の格子定数が小さくなる

ことが対応しており、劣化因子の抽出に向けて、中性子、

X 線等を利用した電池反応前後の構造解析が有効である

ことが分かった。一方、ニッケル系層状酸化物材料にお

いては、高温保存試験（60℃）での結晶構造の変化は極

めて小さく、インピーダンスの増大とバルク構造との相

関は小さいことが示唆された。 

 高出入力時に増大してエネルギー損失の原因となる分

極を評価する手法として熱測定を検討した。車載型電池

を模擬した小容量車載模擬電池について、熱量計にて

種々のレートで充放電した時の発熱挙動を測定した結果、

レートが1時間率を越えると分極抵抗に起因する発熱が

支配的になることが確認され、さらに分極に要した電力

エネルギーが必ずしも実時間に発熱に変換されないこと

も示唆されるなど、高出入力時の発熱メカニズムを再検

討する必要があることが明らかとなった。 

 パルスサイクル試験中に併せて熱測定を行ったところ

電力損失分よりも発熱量が多いことが明らかとなり、電

池反応以外の劣化反応の存在が示唆された。この過剰な

発熱量と電池の劣化との関連付けが行えれば本手法は電

池の劣化速度を評価する手法となりうるものであること

から、今後も引き続き検討を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウムイオン電池、ハイブリッド自動

車、燃料電池自動車、加速寿命試験、カ

レンダーライフ 

 

［研 究 題 目］燃料電池自動車等用リチウム電池技術開

発－高性能リチウム電池要素技術開発

（電池の難燃化・固体化のための新規電

解質の研究） 

［研究代表者］辰巳 国昭（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］栄部比夏里、松本 一、齋藤唯里亜、 

秋葉 悦男、松宮 麗、中山奈緒子、 

羽渕 洋子、五十嵐加津子、周 志彬、 

早水紀久子 

［研 究 内 容］ 

 リチウム系電池に適用可能で難燃性・信頼性向上の観

点から期待される還元安定性の高い非対称4級アンモニ

ウム塩系常温溶融塩に着目して材料探索を行い、六員環

構造を有する PP13-TFSI (N-methyl-N-propylpiperidinium 
(bis(trifluoromethanesulfonyl)imide)) が高い熱安定
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性・還元安定性・Li/LiCoO2半電池におけるバランスの

取れた特性を示した。高出力電池用途に適用するためア

ルコキシ基導入による導電率向上を試み、PP13-TFSI
のプロピル基のメトキシメチル基への置換により導電率

が2倍以上向上、それに伴いレート特性も向上した。熱

分解開始温度も250℃と高い値を得た。 

常温溶融塩の特性を代表するモデル系に位置付けている

PP13‐TFSI を用いて、電池部材の適用性ついて調査し

た。特に腐食が懸念される Al については、過酷な条件

（6.5V、60℃）においても顕著な腐食が観測されず、

使用に問題がないことがわかった。また電池の特性を左

右する炭素負極材料については、ハードカーボンで理論

値の50%以上の容量を得ることができ、負極材料として

の適用可能性が高いことがわかった。さらに支持電解質

の種類や量に関する検討を行った。 

 金属 Li を負極として用いると、耐還元性と安全性の

点で も厳しい条件となる事を利用し、基本的特性評価

により見出した常温溶融塩に対し、中間目標を実現する

ために、安全を担保する目的で Li 金属に対する安定性

の優れた電解質組成を見出す予定である。 

 固体化に供する候補材料であるエチレンオキサイド

(EO)-プロピレンオキサイド(PO)共重合架橋高分子に

ついて固体化する前の neat な状態の高分子の構造と運

動性について評価した。高分子鎖には少なくとも大きく

分類し2種類の運動が観察され、運動を支配する要因は

それぞれ異なっていた。この結果を固体化後の電解質の

評価のための基礎データとする。 

 電池中の環境を模擬したイオンの動的挙動の解明と、

PFG-NMR 法のみでは直接求められない導電パラメー

タの算出のため、測定プローブ両端に電極を挿入して電

場を印加する測定手法を開発し、イオンペアの寄与を除

いた正味のイオンの拡散定数と解離度を測定した。それ

によりアニオン－高分子、カチオン－高分子間の相互作

用力というパラメータを見積もることができ、電場勾配

PFG-NMR 法による材料設計指針が提供されることが

実証された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウムイオン電池、イオン性液体、難

燃化、安全性 

 

［研 究 題 目］燃料電池自動車等用リチウム電池技術開

発－高性能リチウム電池要素技術開発

（ベースメタル元素を活用した新規酸化

物正極材料開発） 

［研究代表者］辰巳 国昭（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］田渕 光春、竹内 友成、秋本 順二、 

阿度 和明、中島 章子 

［研究内容］ 

 リチウムマンガンスピネル LiMn2O4並の充放電特性

を有しかつ高温サイクル特性に優れかつ鉄、銅などの資

源的に豊富な元素からなる新規低コスト正極材料を見い

だすことを目標に、高性能鉄含有 Li2MnO3製造基礎技

術の開発に取り組み、合成条件と充放電特性の関連性に

ついて詳細に検討を行い、平均放電電圧3.7～3.9V（目

標達成）、放電容量87mAh/g（目標の87%）を有する鉄

含有 Li2MnO3を開発した。 

 新規正極材料の充放電特性を試料作製後迅速かつ正確

に予測するために、X 線リートベルト解析、57Fe メス

バウワ分光、X 線吸収分光、TEM 観察、比表面積測定、

磁化測定などの粉体特性データと合成条件、充放電特性

との相関関係の検討を行った。鉄含有 Li2MnO3の合成

条件と充放電特性の関連性を検討したところ、Li 層内

の鉄イオン量、試料中の全遷移金属量、4価鉄量、室温

での自発磁化値といった素材物性のモニタリングが充放

電特性を 適化する上で有効なことがわかった。 

 鉄含有 Li2MnO3以外の Fe 系あるいは Cu 系などの新

規ベースメタル系正極材料の探索を実施した結果、

NaMnTiO4や NaMn2O4を出発物質として同様のイオン

交換反応を行うと Li0.44MnO2類縁構造を有する新規物

質 LiMnTiO4や LiMn2O4が得られ、2.5～4.8V の範囲で

30時間率の低充放電レートながら150mAh/g の充放電

容量を有することを見いだした。 

 通電焼結技術を用いて、種々の既存正極との複合によ

る新規正極開発を行った。LiFePO4を活物質とし導電材

としてアセチレンブラックを用いて、通電焼結法により

LiFePO4-C 複合体（重量比8:2）を作製したところ、常

法により混合し電極化した LiFePO4-C 混合物（重量比

8:2）との比較で容量を3倍に向上させることが可能とな

った。また塗布型電極を作製しその密度を算出したとこ

ろ、混合物の1.5g/cm3から複合化により1.8g/cm3に向

上することがわかり、通電焼結法の有効性が実証できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウムイオン電池、正極、鉄 

 

［研 究 題 目］固体高分子燃料電池システム技術開発事

業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等事

業 

メタノール等を燃料とする固体高分子形

燃料電池の基盤技術開発  

［研究代表者］宮崎 義憲（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］山根 昌隆、西村 靖雄、山﨑 眞一、 

安田 和明、土山 尚彦、西川 演、 

川口 恵子 

［研 究 内 容］ 

 メタノール等を燃料とする固体高分子形燃料電池の本

格的普及のためには、設計、製作、設置及び保守管理す

るうえでの技術的事項を定め、ユーザーの安全性と利便

性の確保を積極的に標準化する必要がある。本基盤技術

開発では、安全性技術の確立、燃料電池の性能試験等の
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実験を行い、その成果を関係機関と連携を取りながら安

全性、性能試験法等を標準化に反映させることを目的と

する。 

 本年度は、安全性に係る燃料電池の排出特性、耐衝撃

特性（落下性能、耐外部圧力）、メタノールの拡散特性

について試験方法の検討、基礎データの取得を実施した。 

燃料電池の排出特性では、メタノール燃料の場合、引火

性、生物・環境に対する危険性を有するメタノール、ホ

ルムアルデヒド、ギ酸、ギ酸メチル、一酸化炭素が排出

する可能性があるので、これらの種類・濃度などの分

析・計測方法の開発を行うとともに、基礎データの取得

を行った。 

 耐衝撃特性（落下性能）では、燃料容器が装着、輸送

等に際して落下による衝撃力を受ける場合の容器の安全

性能評価方法を検討するため、3種類の容器について

種々の方向に姿勢制御して落下試験を行い、容器の変形、

損傷及び容器内の溶液の漏出しを観察した。 

 耐衝撃特性（耐外部圧力）では、燃料容器が装着、輸

送等に際して踏付け等による外部圧力を受ける場合の容

器の安全性評価方法を検討するため、3種類の容器につ

いて種々の負荷方向に圧縮力を負荷し、容器の変形、損

傷及び容器内の溶液の漏出しを観察した。 

 メタノールの拡散特性では、燃料が流出した場合を想

定し、メタノール拡散特性試験装置内でのメタノールの

濃度変化の状況に関するデータ取得を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体高分子形燃料電池、メタノール、安

全性評価、標準化 

 

［研 究 題 目］固体分子形燃料電池システム技術開発事

業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発事業  

劣化診断のための計測ツールの研究開発 

［研究代表者］小林 哲彦（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］谷本 一美、小島 敏勝、五百蔵 勉、 

安田 和明、城間 純、竹市 信彦、 

蔭山 博之、藤田 和宏、服部浩一郎、 

松井 源蔵 

［研 究 内 容］ 

【目標】固体高分子形燃料電池の性能劣化機構解明のた

め、実電池内の発電条件下での変化を計測・評価するツ

ールとして分光学的手法、電気化学的手法、高感度分析

手法、セパレータ精密評価の基盤技術を確立する。 

【研究計画】XFAS 測定のための小型電池の設計、X 線

小角散乱による膜劣化計測の予備検討、参照極を設置し

た小型電池の試作、実電池排出水イオンの濃度確認とイ

オン選択性電極による計測、カーボンセパレータの力学

的特性、水素透過度の標準データ収集。 

【年度進捗状況】大型放射光施設（SPring-8）の

XAFS 測定ビームラインを使用して、in-situ 測定用の

小型電池のカバーにとなるグラファイト板を透過させた

XAFS 測定を行い、測定用小型電池設計についての基礎

データが得られた。併せて、電解質シート上に担持され

た白金および白金－ルテニウム合金の ex-situ 測定も実

施した。また、同大型放射光施設の小角散乱測定ビーム

ラインにおいて、乾燥状態の高分子電解質膜と膨潤処理

後の高分子電解質膜の小角散乱測定を行いそのデータを

習得した。水素標準極を構成しこれを燃料電池と硫酸水

溶液により液絡をとる外部参照極の設置により単極電位

の計測を試みた。アノードガスの分圧に対しての、単極

電位の応答性は Nernst 式による応答性を示した。電池

の性能劣化挙動と高分子膜の分解劣化と関連付けるため

に、発電電池からの生成排水中のフッ化物イオンの分析

を行いフッ化物イオンの検出を行った。連続した計測に

より、ほぼこれらを再現することができた。カーボンセ

パレータの力学的特性、水素透過度についてグラッシー

カーボン材を中心にして標準データの基盤整備を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］固体高分子形燃料電池、劣化、燃料電池、

電極触媒、固体高分子電解質膜、セパレ

ーター 

 

［研 究 題 目］高温岩体技術検証調査 

［研究代表者］及川 寧己（地圏資源環境研究部門 高

温岩体研究グループ） 

［研究担当者］及川 寧己、松永 烈、山口 勉、 

當舎 利行、唐澤 広和、柳澤 教雄、 

天満 則夫、竹原 孝、相馬 宣和 

［研 究 内 容］ 

 本調査では、新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）により昭和60年から平成14年まで「高温岩

体発電技術開発」などにて開発された能動的地熱技術開

発を体系別に検証・整理して、将来、当該技術が必要と

なったとき、あるいは、石油・天然ガス開発、核廃棄物、

CO2等の地層処分など、他の分野での利用が求められた

ときなどに早急の対応が可能となるような「技術解説

書」をとりまとめた。 

 とりまとめにおいては、平成14年度に実施した「地熱

開発に伴うデータの集積調査」において収集した肘折実

験関連研究データの散逸を防いで一元管理するためにデ

ータを整理してデータベースの作成を行った。また、後

進の技術者が活用できるような、肘折実験における具体

事例を詳述した「肘折高温岩体実験事例集」を作成した。 

技術解説書は、「次世代地熱開発技術の現状と将来」と

題して、肘折高温岩体実験関連研究成果を中心に大きく

5つのカテゴリー（Overall System Design，Field 
Characterization ， Reservoir Creation ， Circulation 
and Heat extraction，Monitoring）に分けてそれぞれ

体系的に整理し、開発技術・課題・応用等について解説

した。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温岩体 

 

［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池システム技術開発

事業 

固体高分子形燃料電池要素技術開発等事

業 

マイクロチューブ型燃料電池の研究開発 

［研究代表者］岡田 達弘（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］藤原 直子、國松 昌幸、喬 歓、 

井上 智子  

［研 究 内 容］ 

目標 

 近年、パソコン、PDA、携帯電話など情報端末機器

の高機能化、高容量化に伴いそれらに使われる電源に対

する要望が厳しくなってきており、現在のリチウム2次

電池を越える性能が見込まれる燃料電池に対し大きな期

待が寄せられている。本研究では2次電池に代わる小型

携帯機器用燃料電池実現のため、マイクロチューブ状の

高分子電解質を用いた全く新しいタイプのダイレクトメ

タノール燃料電池（メタノールを直接燃料極で反応させ

る燃料電池、DMFC と略記）開発に向けた技術的問題

点を解決する。即ち、携帯機器用の小型燃料電池を設計

するに当たって現在用いられている方式は「平行平板

型」であるが、本技術では新規の設計による細いチュー

ブ状の小型燃料電池を実現するため、「中空糸技術」に

基づく新しい発想の燃料電池のプロトタイプ開発を目指

す。 

 マイクロチューブ状電解質を用いたシステム構成例は

世界でも初めてであるので、触媒担持法（物理法、化学

メッキ法等）、ホットプレス等を用いた MEA の界面正

常の改善、集電体の改良などにより単セルレベル、ある

いはその集合体レベルで20mW/cm2の出力密度を目指

し、 終的に1W のプロトタイプを構築することを目標

とする。特にメタノールクロスオーバーを 大限に抑制

するためのバリアー層技術、新規膜技術を確立し、小型

DMFC の早期実用化に貢献する。 

研究計画 

① 新規小型燃料電池設計技術 

 携帯機器に適用できるマイクロチューブ型小型燃料

電池の単セルレベルにおいて基本的な設計技術を確立

するため、カソード触媒担持法の改良、ホットプレス

等触媒構成条件の検討を恒温高湿装置により行う。ま

た、連続生産に適した化学メッキ法による担持法等を

検討するため、化学メッキ調整装置により制作された

膜・電極接合体の特性を電気化学測定装置、データー

収集装置を用いて評価する。 

② メタノールバリヤー性に優れた電解質膜の開発 

 DMFC に適した新規高分子電解質膜開発のため、

モノマー調合条件、重合条件などの検討に着手する。

特に架橋密度をコントロールする事により、イオン伝

導性とメタノール透過バリアー性を両立した膜を実現

する。試作された膜につき、メタノール透過試験装置

による透過バリアー性評価を行う。 

年度進捗状況 

 マイクロチューブ型 DMFC の単セル試験において、

電極と電解質チューブの接合状態を改善することを試み

た。発電試験により、ホットプレスをすることによって

しない場合の約6倍に出力密度が向上し、12mW/cm2が

得られた。次に燃料ポンプを使用して、1M のメタノー

ル水溶液を1ml/hour の速度で供給して電池を駆動させ

たところ、出力密度は20mW/cm2に達した。また、3時

間の連続発電試験では、約20mW/cm2の出力密度を維

持することができた。 

 メッキ法によるマイクロチューブ型燃料電池の構成法

確立のため、空気極および燃料極に対し吸着還元法によ

って Pt および PtRu 触媒を担持した。空気極は触媒性

状の改善及び担持量増加のために、さらに H2PtCl6水溶

液において電解メッキを行った。空気極の性能を評価す

るために空気極に対してはメッキ法、燃料極に対しては

塗布法で DMFC 単セルを作り、発電試験を行った。そ

の結果、メタノール濃度1M の場合 高出力密度約

1.8mW/cm2が、メタノール濃度2M の場合 大出力密

度2mW/cm2が達成された。 

 一方、チューブ状電解質膜内側の燃料極における

PtRu メッキ層の合金化を促進するため、より高い温度

で熱処理するため膜を K＋イオンに置換したときの膜の

分解温度を TG 分析によって検討した。 

 得られた空気極および燃料極触媒の構成法を踏まえ、

チューブ状電解質膜の内側に PtRu 触媒、外側に Pt 触

媒を担持することによって全メッキ法による DMFC 単

セルを作製し、発電試験を行った。メタノール濃度2M
の場合、開回路電位が約400mV で 大出力密度約

1mW/cm2が得られた。 

 ダイレクトメタノール燃料電池用新規高分子の合成を

試みた。PVA-ポリスチレンスルホン酸ブレンド膜にお

いてポリスチレンスルホン酸量が増すにつれて膜の膨潤

度が減少し、同時に伝導度は上昇した。これはポリスチ

レンスルホン酸が芳香環を含むため、膜の疎水性が増加

するためである。 

 一方 PVA-無機酸ブレンド膜としては、酸素原子を分

子内に含む酸（H3PO4や H2SO4、H3PO2など）から作ら

れるブレンド膜が良い製膜性を示すことがわかった。そ

れらのうちで特に PVA-H3PO2からなるブレンド膜が広

範囲の酸濃度で機械的強度のあるゲル膜を生成し、伝導

度も Nafion を凌駕するものが得られた。次に HCl をド

ープした PVA-無機酸ブレンド膜について検討した結果

では、良好な膜が得られず、伝導度も良くなかった。 

［分 野 名］エネルギー・環境 

［キーワード］燃料電池、メタノール、マイクロチュー
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ブ、携帯機器、高分子電解質 

 

［研 究 題 目］平成15年度中高温熱水資源開発のための

基盤整備状況調査 

［研究代表者］當舎 利行（地圏資源環境研究部門 地

圏資源工学研究グループ） 

［研究担当者］當舎 利行、村岡 洋文、玉生 志郎、 

阪口 圭一、佐脇 貴幸、柳澤 教雄、 

杉原 光彦 

［研 究 内 容］ 

 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、

NEDO）では、平成16年度より中小規模地熱資源を対

象とした地熱開発促進調査を計画しており、その調査の

中で中高温熱水を利用した発電が検討される予定となっ

ている。この調査に関連して、産業技術総合研究所は、

NEDO からの委託研究調査として、中小規模地熱発電

開発の可能性が考えられるいくつかの地域について、既

存の地熱調査・利用状況データを収集・整理し、地熱発

電開発に向けてさらに必要となる地熱調査・経済性評

価・環境影響予測等に資することを目的とした調査を実

施した。本調査では、NEDO や国が過去に実施した各

種調査データを抽出するとともに、地方公共団体等が独

自に所有しているデータを収集・整理し、当該地域の地

熱資源に関する基盤データ整備状況を調査した。 

 調査実施地域は、過去の文献データを中心として8地

域を絞り出し、そのうち3地域（秋田県雄勝郡皆瀬村周

辺地域、兵庫県美方郡温泉町周辺地域、長崎県南高来郡

小浜町周辺地域）について現地調査を含む詳細な調査を

実施した。上記の基礎データ以外に、地熱系モデル及び

自然地理的・社会的特性などについても収集した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］中高温熱水、地熱 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノ加

工・計測技術）ナノレベル電子セラミッ

クス材料低温成形・集積化技術 

［研究代表者］明渡 純（機械システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 篤、小木曽久人、中野 禅、 

佐藤 治道、星 佳伸、 

Maxim Lebedev、NAM Sing-min、 

後藤 昭博、都築 明博、佐野 三郎、 

楠本 慶二、池庄司民夫、三上 益弘、 

手塚 明、小川 浩、 

（他企業大学参画者28名） 

［研 究 内 容］ 

（研究概要） 

 次世代の超高速インクジェット装置や網膜投射型ディ

スプレー、超高速光回路素子、高周波回路モジュール等

を実現するため、エアロゾルデポジション法を中心に、

そのメカニズム解明と機能性材料の低温・複合・集積化

に取り組み、機能や省エネ性、デバイス製造コストの観

点から本プロセス技術の有効性を実証する。 

 H15年度は、産総研既存の AD 装置、高速原子ビーム

源、レーザー源を活用し高速原子ビームやプラズマ照射

などのエネルギー援用やレーザー、ミリ波によるインプ

ロセス、ポストプロセスでの局所加熱処理のフィジビリ

ティ実験を行い成膜体内欠陥低減の目処を得ることがブ

レークスルーポイントになる。これを元に各種応用先に

適したエネルギー援用方法を選定し、H16年度以降に試

作するエネルギー援用 AD 装置の設計指針を明らかにす

る。また、原料微粒子の 適な選択と成膜条件の絞り込

みにより低欠陥の成膜条件の目処や複合・積層化の課題

抽出を完了し、デバイス化の目処を得て、各社既存設備

を持いて製作可能な1次試作デバイスを作製する。 

（研究成果） 

 圧電材料について、成膜時の導入欠陥の熱処理回復を

検討し、850℃のプロセス温度でバルクと同等の特性を

実現、500℃で従来薄膜値を達成した。エネルギー援用

法ではレーザーアシストにより、650℃熱処理品と同等

の電気特性を基板温度150℃で達成、低温集積化の目処

を得た。また、500℃以下のプロセス温度では、高速原

子ビーム法やプラズマ援用法、ミリ波ポスト処理の有効

性を確認し、次年度に向けた課題抽出を完了した。常温

アルミナコーティングでは、誘電率：9.8、誘電損失：

1%以下、ビッカース硬度2000Hv、体積抵抗率1014Ω・

cm とほぼバルク値を達成。また、成膜面積でも20cm
角の均一コーティングに成功。メカニズム解明に関して、

原料粒子特性評価手法として、サブミクロン粒子の圧縮

破壊強度の測定に成功、HR-TEM 観察とシミュレーシ

ョン計算の結果などから粒子衝突破砕変形モデルが妥当

であることを立証した。 

 デバイス応用検討では、本プロセスによる圧電厚膜を

応用した1次試作の MEMS 光スキャナーは、現時点で

世界 高性能、現在、2次試作に入り、連続動作70時間

を達成。これと同様に、エンベデット高周波回路基板や

超高速光変調素子の1次試作を完了、その評価と課題抽

出を完了した。また、アルミナコーティングに関して達

成できたバルクレベルの特性は、常温プロセスとして従

来窯業界の常識を打ち破るもの。製造コスト、省エネ性

の観点から実用化への可能性は非常に高いことが明らか

になった。 

［分 野 名］ナノテク材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、MEMS、高

周波回路、光素子、インクジェット、微

粒子、キャパシター、マイクロアクチュ

エータ 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術）精密高分子技術

プロジェクト高機能材料の基盤研究開発 
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［研究代表者］中浜 精一 

（高分子基盤技術研究センター） 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子、ナノテクノロジー、重合、表

面・界面構造、三次元構造、結晶、構造

解析、材料評価 

 

［研 究 題 目］一次構造制御技術 

［研究代表者］杉山 順一 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］杉山 順一、田中 進、山下 浩、 

土原 健治、萩原 英昭、長畑 律子 

竹内 和彦 

［研 究 内 容］ 

(1) 目的 

 高分子の立体規則性や分子量、モノマー配列、分岐構

造等の一次構造を精密かつ任意、効率的に制御する合成

技術を実現するための基盤に係る研究開発を行っている。 

(2) 内容 

(1) 錯体触媒による構造制御 

 極性基の導入によるポリオレフィンヘの高機能化

技術の開発をめざし、プロピレンと5-ヘキセン-1-

オールまたはアリルアミンの共重合において、極性

基含有モノマーおよび触媒の構造によって共重合体

中の極性基導入位置を任意に制御可能なことを見い

だした。また、ヘテロ元素ポリマーの物性・機能性

の向上を目標として、官能基を導入した新規含ケイ

素ポリマーの熱的・光学的・電気的物性等の検討を

行い、構造物性相関を解明した。 

(2) 固相重合による構造制御 

 縮合系高分子の環境調和型重合プロセスの開発を

めざし、酸化炭素類を原料とするポリカーボナート

等の合成法について検討した。前年度開発した Pd-
カルベン錯体を有機樹脂上に固定化した触媒を用い

ることによりビスフェノール A から一段で実用化

レベルの高分子量ポリマーを生成することを見いだ

した。また、従来の塩化メチレンに代わる高分子量

体を生成する非ハロゲン系溶媒も見いだした。さら

に、固相重合による縮合系高分子の構造制御技術の

開発をめざし、前年度見いだしたマイクロ波を用い

るポリエステル環状オリゴマーの固相重合について

重合機構を解明した。 

(3) 分岐構造制御 

 多分岐高分子として、トリフェニルアミンを繰り

返し単位とするポリマーをとりあげ、その構造物性

相関関係について検討した。今年度は、トリフェニ

ルアミン骨格の多分岐ポリマーにビニレン基を導入

するに際し、トリス（4-ブロモフェニル）アミンと

p-ジビニルベンゼンとの直接カップリングにより

合成することができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］重合、金属錯体、固相重合、縮合重合、

分岐構造、環境 

 

［研 究 題 目］三次元構造制御技術 

［研究代表者］海藤 彰 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］海藤 彰、下村 正樹、岸 良一、 

三浦 俊明、木原 秀元、横山 英明 

［研 究 内 容］ 

 高分子材料の高性能化をナノスケールにおける高次構

造制御によって実現する上で、自己秩序形成を利用した

構造構築技術の開発とその機構解明は非常に有力な手段

である。本テーマでは、分子シミュレーションの手法に

より、これらの秩序化プロセスにおける分子の挙動を追

跡し、結晶化による配向秩序形成の各因子の持つ役割を

明らかにすることを目的とする。また、回折、散乱・振

動分光法をはじめとしたその場計測を行い、高次構造形

成の機構を解明することを目的とする。平成15年度は、

結晶秩序形成ダイナミクスのシミュレーションによる結

晶核濃度効果について調べるとともに、ポリマーブレン

ドの配向結晶化過程における構造変化の in-situ 計測を

行い、構造形成の機構解明について検討した。 

① 分子の剛直性と連結性を考慮した粗視化高分子モデ

ルにより、溶融結晶化における、核形成過程・誘導期

及び結晶成長初期過程における微視的秩序化挙動に関

するシミュレーションのモデル化とシミュレーション

を実行した。その結果、これにより、高分子系のよう

な多くの内部自由度を持つ系における秩序発展の各段

階での過程が明らかとなった。(B)初期の核分子濃度

と得られた結晶構造との相関を見出した。結晶化転移

濃度点近傍においては、核濃度とともに誘起される結

晶秩序が急激に増大するが、高濃度域では、秩序の誘

起効果は小さくなり、逆に系全体の配向秩序は減少し

てくることが示された。(C)結晶化度の時間発展曲線

の解析により、結晶化ダイナミクスへの核の影響を明

らかにした。核の濃度がある程度以上高い時は、系は

不安定となり、揺らぎの自発的発展による急速な秩序

形成を示す。これは、過冷却度が大きい場合における

スピノーダル的挙動との関連からも興味深い点である。

また低濃度域では、系は準安定域となり、長い誘導期

が観測されると同時に、Avrami 指数で特徴づけられ

る伸張型指数関数的な挙動を示すことがわかった。 

② イソタクチックポリスチレン（iPS）/ポリフェニ

レンオキシド（PPO）ブレンドは、結晶性高分子と

非晶性高分子から成る相溶系ブレンドである。

iPS/PPO ブレンドの非晶性配向膜を張力付加状態で

等温結晶化し、結晶化過程における構造変化のその場

計測を試みた。①結晶化には誘導期が存在すること、

②誘導期においてコンホメーション変化が起こり、
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3/1へリックス構造が増加し、ランダムコンホメーシ

ョンの非晶鎖が減少すること、③結晶化誘導期におい

て、iPS のヘリックス構造の配向度が増加するのに対

し、PPO の非晶鎖は配向緩和した状態を維持し、相

溶系ブレンドでありながら iPS と PPO の分子鎖は全

く異なる挙動を示すことが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］結晶化、シミュレーション、in-situ 計

測 

 

［研 究 題 目］表面・界面構造制御技術 

［研究代表者］堀内 伸 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］堀内 伸、尹徳会、李在英 

［研 究 内 容］ 

 高分子界面・表面は材料物性において重要な役割を果

たすが、それらの構造、及び形成要因に関しては未解明

な問題が多い。本研究では、高分子界面をナノレベルで

解析する技術を開発し、接着特性、ポリマーアロイ、複

合材料において界面構造と物性を解析し、材料の高性能

化に資する技術を開発することを目的とする。 

研究手段： 

 高分子界面をナノレベルで解析するために、エネルギ

ーフィルターTEM による元素マッピング、EELS を高

分解能、高い定量性において行うための条件を検討し、

界面特性評価による物性値との相関を解析する。 

進捗状況： 

 高分子界面の高精度元素マッピングを可能にするため、

ポリメチルメタクリレート／ポリ（スチレン－アクリロ

ニトリル）ランダム共重合体の積層試料の界面を酸素及

び窒素元素マッピングにより解析を行った。試料の電子

線損傷、ドリフト等の問題を克服し、10nm 以下の分解

能での元素マッピング、EELS 分析を可能にした。さら

に、接着界面の解析を検討し、ポリブチレンテレフタレ

ート（PBT）／エポキシ樹脂接着界面の解析を行い、

接着強度とナノ界面構造との相関を明らかにした。本研

究により、接着界面に形成する厚さおおよそ50nm の接

着阻害層を解析し、元素マッピングと ImageEELS の

併用によりこの相の組成を明らかにし、接着阻害要因の

解明に繋げた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］界面、電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］材料評価技術 

［研究代表者］三好 利一 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］三好 利一 

［研 究 内 容］ 

 高分子が本来もつ機能、特性を 大限に生かすために

は、一次構造～高次構造の精密な制御ならびにその構造

解析ツールが必要になる。当該研究者は高分子構造を精

密に計測するための固体 NMR 手法の開発ならびに高分

子構造評価を行ってきた。固体状態における NMR 共鳴

線の位置や線形を与える核スピン相互作用は、分子と磁

場の相対配向によってその大きさが変化する異方的な相

互作用であることが特徴である。当該研究者は磁気異方

的相互作用を利用して高分子のダイナミクスとナノスケ

ールでの構造解析手法の開発研究を行ってきた。個々の

研究の概要を以下に示す。 

① 高分子結晶の低速ダイナミクス解析 

 当該研究者は一次元交換 MAS-固体 NMR 手法を

isotactic-poly（4-methyl-1-pentene）へ適用し、側

鎖を有する結晶性高分子の結晶領域における各原子団

の精密ダイナミクス解析に世界で初めて成功した。室

温において、平均103度のジャンプ角をもつ分子鎖の

軸周りのジャンプ運動が存在することを発見した。ま

た、主鎖の運動と側鎖の運動の周波数の一致から、同

じ温度領域において側鎖の付加的な分子運動は存在し

ないことを示した。得られた実験結果より、得られた

材料の超延伸機構を解明した。 

② 固体 NMR によるナノスケール構造解析 

 近年、ブロックコポリマーのナノドメイン内の結晶

構造制御研究は活発に行われている。ナノドメイン内

の結晶領域の空間情報は重要な研究課題であるが、

TEM や SAXS などの手法ではナノ空間内の結晶領域

の位置情報を取り出すことが難しい。当該研究者は固

体 NMR 法のスピン拡散を用いることにより、ラメラ

構造（ラメラ厚 約30nm）を有する poly（ethylene 
oxide）-polystyrene 共重合体（PS-b-PEO）（PS、
PEO 非晶、PEO 結晶）の PEO のナノドメイン内の

結晶、非晶領域の空間情報を解析することに成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］固体 NMR、高分子結晶、分子鎖ダイナ

ミクス 

 

［研 究 題 目］共通基盤技術の開発及び技術の体系化 

［研究代表者］小島 弦 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］小島 弦 

［研 究 内 容］ 

＜目標＞ 

 精密高分子技術に係る共通基盤的な技術の開発に資す

る概念の深耕を図ると共に、関連の科学技術に関する知

見の体系化を図り、ハンドブック等の形で知的ツールと

して社会に提供する。 

＜進捗状況＞ 

１）共通基盤技術の開発 

 開発技術のコンセプト・対象・手法等の検討の一環

として、ナノテクノロジープログラムの他プロジェク

ト関係者を含めて、「核形成」についてワークショッ



研 究 

(616) 

プを開催して、共通の課題設定を求めて相互の理解を

深めた。 

２）技術の体系化 

 終目標のプロトタイプとして一次構造制御技術、

表面界面構造制御・三次元構造制御および材料評価技

術に亘る関連知見を盛り込んだハンドブックを作成し

た。また、 終的なアウトプットを想定した「ブレイ

ンブック」の概念設計と既存類似知的ツールの調査に

着手し、「ブレインブック」の商標登録と概念特許の

出願を行なった。また、「知識の構造化」プロジェク

トにおけるデータベース構築に協力するため系統的な

実験データの抽出検討を行なった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子合成、一次構造制御、表面・界面

構造、三次元構造、結晶核形成、構造解

析、知的ツール 

 

［研 究 題 目］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術）精密高分子技術

プロジェクト高性能材料の基盤研究開発 

［研究代表者］中浜 精一 

（高分子基盤技術研究センター） 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子、ナノテクノロジー、相分離、成

形加工 

 

［研 究 題 目］材料形成技術 

［研究代表者］清水 博 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］清水 博、大山 秀子、李 勇進、 

中山 和郎、大野 悠子 

［研 究 内 容］ 

(1) 研究目標 

 ナノ構造制御と成形加工を同時に実現するリアクテ

ィブプロセッシング技術ならびにせん断流動場等の外

場を利用したナノ構造形成技術を実現するための基盤

に係る研究開発を行う。具体的には以下の基礎的検討

を行う。 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 新規な高性能材料の開発を目指して、官能基含有

高分子等の反応成形を可能にする系の探索検討を実

施する。また、ブレンド系のモルフォロジーや高次

構造の解析をするとともに、熱機械特性についても

検討する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性のポリマーブレンド系等を対象に高せん

断下、さらには高せん断／高圧場等特殊場下での相

挙動解析を行う。また、これら一連の解析から見出

された相溶領域を成形条件として利用するため、微

量型高せん断成形加工機を開発し、特殊場利用構造

制御技術の構築を目指す。 

(2) 研究内容 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 非相溶性高分子ブレンド／クレイ系のリアクティ

ブプロセッシングを実施し、成形加工条件の探索を

行うと同時に、得られた成形物のモルフォロジーと

物性との相関を検討する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性の PPS/PA46系高分子ブレンドならび

に PVDF/PA11系高分子ブレンド系を対象に特殊場

下でのその場相挙動解析を行う。また、微量型高せ

ん断成形加工機の開発を行う。 

(3) 進捗 

１．リアクティブプロセッシングによる高性能化 

 極性の異なるポリアミド6（PA6）/無水マレイン

酸変性ポリプロピレン（PP-MAH）/クレイ系ナノ

コンポジットにおけるモルフォロジー制御の可能性

を検討した結果、PA6/PP-MAH/クレイ系ナノコ

ンポジットにおいては、MAH の濃度によりクレイ

の分散状態、分散場所が変化し、熱安定性等の物性

に大きな影響を及ぼすことを見出した。さらに成形

加工条件を 適化し、熱安定性に優れたポリマーア

ロイを開発する。 

２．特殊場利用構造制御技術の検討 

 非相溶性の PPS/PA46ブレンド系のせん断流動

場下その場相挙動解析を行った結果、高せん断速度

（1000sec-1）下では相溶する領域が見出された。

即ち、PPS リッチ側ならびに PA46リッチ側でのみ

相溶することが分かった。さらにせん断速度を

3000sec-1に上げると、相溶領域が広がることが分

かった。一方、非相溶性 PVDF/PA11ブレンド系に

おいては、高せん断流動場下では PVDF リッチ側

でのみ相溶することが分かった。この知見から、

1000rpm 以上の高速回転が可能な内部帰還型スク

リューを搭載した『微量型高せん断成形加工機』を

開発した。この装置を用いて実際に非相溶性

PVDF/PA11ブレンド系に適用したところ、PVDF
マトリクス中に20～100nm サイズの PA11ドメイン

が均一かつ密に分散しているナノ分散構造を構築す

ることができた。これは、従来、非相溶性ブレンド

系における分散相サイズの理論的、実験的限界とさ

れてきた数値（350nm）を大幅に更新する結果で、

単純機械的混合によるものでは世界で初めての例示

となった。本ブレンド系は強誘電性ポリマー同士の

ブレンドであることから、試料を外部（東京理科大

学）に提供し、強誘電性を評価中である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノ構造制御、成形加工、リアクティブ

プロセシング、成形加工、せん断流動場、

特殊場、その場相挙動解析、非相溶性ポ
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リマーブレンド、相溶領域、微量型高せ

ん断成形加工機 

 

［研 究 題 目］共通基盤技術の開発及び技術の体系化 

［研究代表者］小島 弦 

（高分子基盤技術研究センター） 

［研究担当者］小島 弦 

［研 究 内 容］ 

＜目標＞ 

 精密高分子技術に係る共通基盤的な技術の開発に資す

る概念の深耕を図ると共に、関連の科学技術に関する知

見の体系化を図り、ハンドブック等の形で知的ツールと

して社会に提供する。 

＜進捗状況＞ 

１）技術の体系化 

 終目標のプロトタイプとして材料形成（成形加

工）に亘る関連知見を盛り込んだハンドブックを作成

した。また、 終的なアウトプットを想定した「ブレ

インブック」の概念設計と既存類似知的ツールの調査

に着手し、「ブレインブック」の商標登録と概念特許

の出願を行なった。また、「知識の構造化」プロジェ

クトにおけるデータベース構築に協力するため系統的

な実験データの抽出検討を行なった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］材料形成、高分子成形加工、知的ツール 

 

－その他の公益法人－ 

［研 究 題 目］検証における記述量爆発問題の構造変換 

［研究代表者］木下 佳樹（システム検証研究ラボ） 

［研究担当者］木下 佳樹、高橋 孝一、渡邊 宏、 

古澤 仁、西澤 弘毅、永山 操、 

高井 利憲、田辺 良則、池上 大介、 

西原 秀明 

［研 究 内 容］ 

 函手意味論に基づいた、リアクティブシステムの数理

モデルとモデルの間の抽象化の数理モデルの構築を目標

とする。そのために、Cone of influence reduction 法の

一般化の確立させることに成功した。また、周辺分野と

して、圏論、抽象解釈、代数的オートマトン、ファイブ

レーション、Buechi オートマトンの代数的理論、ファ

イブレーションのマップと模倣の関連などを調査した。 

 抽象化を本格的に支援するソフトウェアの設計と試作

を目標に、リンク構造を抽象化する技法を実装したツー

ルの概念設計を完了させた。設計に先立ち、モデル検査

と抽象化に関する既存の理論研究およびツールの調査を

行った。定理証明器 Isabelle/HOL と PVS を調査し、

これらを用いて遷移系や模倣の簡単な理論について形式

的な定理証明を行う技術を得た。 

 AC 演算子を備えた入力言語を持つ AC 木構造オート

マトンの概念に基づく自動検証技術を目標に、AC 演算

子を許した場合の書換閉包の計算法（近似計算を含む）

を開発し、自動検証システムの試作を行った。この開

発・試作した AC 木構造オートマトンのシミュレータを

用いて、セキュリティ・プロトコルの検証事例を得るな

ど、AC 木構造オートマトンを用いた自動検証法のフィ

ージビリティをある程度示した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］函手意味論、抽象化、木構造オートマト

ン 

 

［研 究 題 目］神経栄養因子 BDNF の作用機序の可視

化 

［中 項 目 名］神経栄養因子 BDNF の作用機序の可視

化 

［研究代表者］小島 正己（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容］ 

 蛍光蛋白質 GFP や蛍光抗体法を用いた可視化法を応

用して、神経細胞の神経栄養因子 BDNF を始めとした

神経系の液性蛋白質によるアクソンの伸展調節機能のメ

カニズムを解明していく。神経細胞表層においてコレス

テロールが豊富なドメインつまり Lipid Rafts と称され

るマイクロ構造を介する神経栄養因子 BDNF のシグナ

ル伝達について抗体染色および生化学の手法を用いて以

下のような生化学細胞生物学的解析を行った。研究は培

養大脳皮質神経細胞を用いて行った。代表的な神経細胞

のアクソンガイダンスを誘導する液性蛋白質（BDNF
あるいは Netrin-1）を添加することで神経細胞にアク

ソンの伸展効果を調べた。その結果、Lipid Rafts の機

能を薬理学的に阻害するとこれらの液性因子によるアク

ソンガイダンスの調節が減少することがわかった。この

とき、それぞれの受容体 TrkB と DCC がアクソン先端

の Lipid Rafts 画分で増加することが生化学的あるいは

蛍光染色法を用いた定量的解析から判明した。以上の研

究をまとめると、神経系の液性因子依存的なアクソンガ

イダンスと Lipid Rafts 構造は密接に関係している可能

性が示唆される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経細胞、神経栄養因子、緑色蛍光蛋白

質 

 

［研 究 題 目］神経栄養因子 BDNF の作用機序の可視

化 

［中 項 目 名］神経栄養因子 BDNF の作用機序の可視

化 

［研究代表者］小島 正己（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容］ 

 蛍光蛋白質 GFP や蛍光抗体法を用いた可視化法を応

用して、神経細胞の神経栄養因子 BDNF の作用機序を

明らかにする。神経細胞表層のコレステロールが豊富な

ドメイン Lipid Rafts と称される構造を介する神経栄養



研 究 

(618) 

因子 BDNF のシグナル伝達について可視化的にかつ定

量的な解析を行った。研究は培養大脳皮質神経細胞を用

いて行った。代表的神経栄養因子である BDNF を添加

することで神経細胞に栄養因子の刺激を与えた。その結

果、BDNF の刺激依存的に BDNF レセプターがこのマ

イクロドメインに局在し、この局在にはこのレセプター

の活性化が不可欠であることが明らかとなった。このよ

うなレセプターの移動には下流シグナル分子の移動は伴

わなかった。しかし、BDNF レセプターの下流分子の

中でも Erks だけが強く神経細胞の Lipid Rafts に局在

したためにこの分子を介するシグナルが特に活性化され

ていた。Lipid Rafts の機能を壊す薬理学的研究からこ

れらのメカニズムがプレシナプスからの伝達物質放出の

調節には重要であるが神経細胞の生存維持作用において

は重要ではないことが示唆されて、このようなマイクロ

ドメインの機能が神経細胞の機能と密接に結びついてい

る可能性が理解された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経細胞、神経栄養因子、緑色蛍光蛋白

質 

 

［研 究 題 目］ラビリンチュラ類海洋微生物による富栄

養化成分の除去技術の実験調査 

［研究代表者］横地 俊弘（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］横地 俊弘、中原 東郎、公文 保幸、

山岡 到保 

［研 究 内 容］ 

 本実験調査では、富栄養化による沿岸海域環境の悪化

に対する解決方法として、従属栄養海洋微生物を活用し

たシステムの開発を目的とした予備的調査および実験確

認を実施した。この実験調査においては、ラビリンチュ

ラ類を活用した環境浄化システム開発の可能性の評価と

ともに、ラビリンチュラ類海洋微生物の栄養塩の吸収能

力の評価および培養担体あたりの増殖可能量の評価の2

項目についての実験確認を行なった。 

 海洋沿岸環境と富栄養化問題では、近年の COD 排出

総量規制とともにリンの削減指導がなされてきたため、

溶存態無機リン濃度が低下してきていることも報告され

ているが、流入する窒素量が依然、問題となっている。

そのため、窒素：リン負荷比の変化が植物プランクトン

の種の偏移や沿岸環境生態系の変化などといったことも

起きており、これらの富栄養成分の新たな生物学的な除

去技術の開発が待たれている。ラビリンチュラ類による

富栄養化成分の吸収能力においては、硝酸態窒素に対し

て高い能力が示された。その能力は、バイオマス量から

比較すると、藻類などに比較して数十倍大きいと考えら

れるとともに、環境変化に連動した栄養塩除去能力を発

揮できる可能性も示された。また、培地中の成分を吸収

した繊維担体内で効率よくラビリンチュラ類が増殖でき

る可能性が示され、今後のラビリンチュラ類を担持した

富栄養化成分の除去材料の開発をめざすうえで、良好な

結果が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］海洋微生物、環境浄化、富栄養成化、ラ

ビリンチュラ 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブの特性制御と単一

電子プローブの試作 

［研究代表者］松本 和彦 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブの特殊な伝導特性を利用し、

様々なナノデバイスを実現してその応用をはかる事を目

標とする。本年は、p 型半導体特性を有するカーボンナ

ノチューブにおいて、正孔が4.5μm 以上のコヒーレン

ス長を有し、バリスティックに伝導することを見いだし

た。また、電流加熱、及び酸素の超低エネルギーイオン

注入により、カーボンナノチューブの伝導特性の p 型

から n 型への変化を可能にした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、単一電子デバイス、セン

サー 

 

［研 究 題 目］高分子の階層的自己組織化による再生医

療用ナノ構造材料の創製 

［中 項 目 名］自己組織化の数理シミュレーション、非

線形・非平衡ダイナミクスによる自己組

織化機構解明 

［研究代表者］山口 智彦 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］山口 智彦、真原 仁 

（科学技術振興事業団） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ナノ微粒子の自発的な構造化、とりわけ

散逸構造などの非平衡現象を利用した階層的な組織形成

を調べるとともに、その背景にあるメカニズムの数理解

析を解明することを目的とする。熱力学的近傍における

自己集合体の形成と、平衡から遠く離れた開放系でのみ

生じる散逸構造形成という、2つの秩序形成原理を組み

合わせ、単一の原理だけでは実現困難な、複数の階層構

造をもつ複雑な構造を自発的に形成するための方法論を

理論的立場から提案するのがねらいである。西浦廉政・

北大教授とともに理論グループを構成し、反応拡散系の

数理シミュレーションをツールとして、階層構造の自己

組織化現象一般に通用する数理科学と熱力学の融合的な

理論を構築すべく検討を進めている。本年度は、自己複

製を経て幾何学的な空間パターンやカオス・パターンを

生じる2変数の Gray-Scott モデルを可逆型の3変数モデ

ルに改変した。この結果、自己複製とパターンの階層化

に伴うエントロピーの生成速度を計算することが可能に
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なり、階層形成過程の熱力学的考察が可能になった。3

変数可逆 Gray-Scott モデルについて、その特性を検討

し、パラメータ空間における分岐図の可逆度依存性やパ

ターンの相図などを得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、階層、自己複製、高分子、

ボトムアップ、エントロピー 

 

［研 究 題 目］走査プローブ法を用いた超微細相関デバ

イス作成 

［研究代表者］松本 和彦 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブを用いて量子相関デバイスを作

製することを 終目標とする。この実現のために、単層

カーボンナノチューブへ原子間力顕微鏡を用いて欠陥を

導入し、これをトンネル接合として用いる単一トランジ

スタの作製に成功した。カーボンナノチューブに2つの

欠陥を、15nm の距離を置いて導入し、欠陥の間を微少

島領域とする。これにより室温動作する単電子トランジ

スタの作製に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、単一電子デバイス、セン

サー 

 

［研 究 題 目］分子性物質の開発と物性評価 

［中 項 目 名］自己組織化の数理シミュレーション、非

線形・非平衡ダイナミクスによる自己組

織化機構解明 

［研究代表者］徳本 圓（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］徳本 圓、田中 寿、ハサニエン アブ

ド 

［研 究 内 容］ 

 有機分子性金属の電気的および磁気的特性の評価にお

いて、新しい微少単結晶の物性測定法を開発し、従来の

測定限界を越える。低温強磁場中における電気的・磁気

的物性の測定を行う。特に、分子性金属のフェルミ面の

存在を示す直接的証拠となる磁気的量子振動の観測を通

して、その電子構造を決定する。初年度は原子間力顕微

鏡（AFM）用のカンチレバーを用いた高感度磁気トル

ク測定法を単一分子性金属 Ni(tmdt)2の微少単結晶に

適用し、米国国立強磁場研究所の33テスラ電磁石を用い

て、磁気的量子振動現象の観測に初めて成功した。第二

年度には更に、米国国立強磁場研究所の45テスラハイブ

リッド磁石を用いて、3次元的なフェルミ面の情報を得

るための磁気的量子振動の詳細な角度依存性の測定に成

功した。その結果、単一分子性金属 Ni(tmdt)2が電子

とホールのフェルミ面を持つ正真正銘の金属であること

を厳密に証明し、そのフェルミ面の形状を決定すること

に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］フェルミ面、磁気的量子振動、単一分子

性金属 

 

［研 究 題 目］新規な電子機能を持つ分子ナノ構造体の

構築 

［中 項 目 名］分子性物質の材料化 

［研究代表者］松本 睦良 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］松本 睦良、中村 徹 

［研 究 内 容］ 

目標： 

将来の集積分子エレクトロニクス実現のため、分子性

物質の材料化とシステム化を研究する。そのために分子

性物質のナノ材料化を行うとともに、それらを用いてデ

バイスプロトタイプを作製することを目指す。 

 研究計画： 

 カルコゲンを含む分子を Au(111)面に吸着させ、自

己組織化膜を形成し、その構造、電気物性を明らかにす

ることにより、デバイス材料としての自己組織化膜の有

用性を検討する。 

 年度進捗状況： 

 カルコゲンを含む分子を Au(111)面に吸着させ、自

己組織化膜を形成し、その構造、電気物性を明らかにし

た。また炭化水素を持つ両親媒性分子とフッ化炭素鎖を

持つ両親媒性シランカップリング剤からなる混合 LB 膜

の相分離構造を明らかにした。この相分離 LB 膜を加熱

処理した後に溶媒処理すると、前者の分子のみが選択的

に除去され、テンプレートを作製することができた。こ

のテンプレート上に両親媒性分子の単分子膜を LB 法で

転写すると、テンプレートの形状に沿って単分子膜が転

写された。このことは相分離 LB 膜を利用したテンプレ

ート作製とそれを利用したパターニングが可能であるこ

とを示している。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］自己組織化膜、LB 膜、分子エレクトロ

ニクス 

 

［研 究 題 目］高速・光ナノプローブの研究 

［研究代表者］時崎 高志 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］時崎 高志、重藤 知夫、井上 貴仁、 

横山 浩 

［研 究 内 容］ 

 ナノメートルオーダーに微細加工された半導体では、

閉じ込められたキャリア間の量子相関により種々の量子

効果が発現する。しかし、これまでの評価では試料をマ

クロに捉えていたため、平均的な効果しか見ていない。

本研究では、このような系をより詳細（ミクロ）に評価

するため、走査プローブ顕微鏡技術をベースとしてナノ
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メートル領域評価技術の開発を行った。 

 高周波評価では、走査型マックスウェル応力顕微鏡を

ベースとして、ギガヘルツ領域の高周波特性をナノ領域

で測定することに成功した。本顕微鏡では試料とプロー

ブに周波数の異なるギガヘルツ波を導入し、その差周波

成分を力学的に測定して、試料の高周波応答を観測する。

しかし、市販プローブではギガヘルツ波の導入に損失が

多く、1GHz 程度が限界であった。本研究では、プロー

ブにプラナー導波路構造を作製し、数 GHz までの高周

波測定に成功した。 

 光学評価では、これまでに開発した極低温強磁場近接

場光学顕微鏡（SNOM）を用いて、半導体ヘテロ構造

中の2次元電子ガス系の局所分光を行うとともに、時間

分解光学顕微鏡を用いた直接的な光学評価を行った。そ

の結果、2次元電子ガス系に光励起された正孔（ホー

ル）が拡散していく様子、また磁場に依存して拡散係数

が減少することが明らかとなった。空間分解能が200nm
である SNOM のよる詳細な測定により、2次元電子ガ

ス中ではホールが電子と同程度の高い移動度と磁場効果

を有することが示唆された。また、2本の光学プローブ

を有する SNOM の研究も行い、数値解析によって、2

本のプローブ間の近接場光をとおした相互作用を明らか

にした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］走査プローブ顕微鏡、近接場光学、高周

波プローブ、走査型マックスウェル応力

顕微鏡 

 

［研 究 題 目］Cu 系超伝導材料、薄膜の高性能化 

［研究代表者］田中 康資 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］田中 康資、伊豫 彰、児玉 泰治、

Athinarayanan Sundaresan、 

菊地 直人 

［研 究 内 容］ 

 高温超伝導体の実用への道を開くため、 高の性能を

持つ我々独自の新高温超伝導材料の Cu-1234とその類

縁体（多層型高温超伝導体）の材料開発と物性評価、実

用上の優位性を示すことを目標とした。そのために多層

型高温超伝導体の基礎物性を明らかにし、 高性能を持

つマイクロ波フィルター用超伝導薄膜作製技術を完成さ

せた。5年計画の 終年の平成15年度に、上記目標を完

全に達成することができた。 

［分 野 名］情報通信分野 

［キーワード］高温超伝導材料、マイクロ波フィルター 

 

［研 究 題 目］固体中へのスピン注入による新機能創製 

［研究代表者］鈴木 義茂 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］湯浅 新治、長濱 太郎、横山 侑子、

Ashwin Tulapurkar 
［研 究 内 容］ 

 目標 

 電子スピンのエレクトロニクスにおける更なる直接的

な利用のための基礎研究として、スピン偏極電子の注入

による電流のスイッチングを目指している。 

 研究計画 

 トンネル磁気抵抗効果の測定を自動化することにより

0.1%程度の磁気抵抗効果を精度よく測定することを可能

にする。この測定系を利用して、Fe/AlO/Fe からなる強

磁性トンネル接合の Fe 電極と AlO バリヤの間に極薄 Cr
層を挟んだトンネル磁気抵抗素子の特性を詳細に評価する。 

 年度進捗状況 

 H14年度までに超薄膜を挟んだ2端子トンネル磁気抵

抗素子においてスピンに依存した共鳴トンネル効果を観

測することに世界で初めて成功した。これによって共鳴

トンネルスピントランジスタの原理が一部実証されたと

いえる。H15年度は、スピン依存トンネル伝導の制御技

術の更なる確立を目指して、界面に Cr を挟んだ場合の

トンネル磁気抵抗効果について詳細に調べるために、精

度のよい磁気抵抗効果測定法を確立した。 

 測定を自動化することにより0.1%程度の磁気抵抗効

果を精度よく測定することを可能にした。この測定装置

を利用して、Fe/AlO/Fe からなる強磁性トンネル接合

の Fe 電極と AlO バリヤの間に極薄 Cr 層を挟んだトン

ネル磁気抵抗素子の特性を評価した。その結果、Cr が

層状反強磁性体であることを反映してトンネル磁気抵抗

効果の符号が2原子層周期で振動することを見出した。

すなわち、電極を Cr とした場合トンネル効果は表面一

原子層に非常に敏感になることがわかった。これまでの

結果は、電極の電子の波動関数の対称性の違いから統一

的に理解でき、これまでの研究で強磁性トンネル磁気抵

抗効果の原理はほぼ解明したといえる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］スピントロニクス、トンネル磁気抵抗効

果、MRAM 

 

［研 究 題 目］電子場デバイスの研究 

［研究代表者］金丸 正剛 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］金丸 正剛、松川 貴、長尾 昌善、 

昌原 明植、伊藤 順司 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 SOI 上にシリコン細線および細線近傍のサイドゲー

トを設けた新機能デバイスを考案、作製、実証する。 

（研究計画） 

 p 型細線 FET と n 型細線 FET を作製し、外部結線

により並列接続した回路形成し、その動作実証を行う。 

（進捗状況） 
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 SOI 基板を入力ゲートして用い、n 型および p 型細線

FET のドレイン電圧を出力電圧として測定した。サイ

ドゲートに電圧を印加する前の初期特性として、入力ゲ

ート電圧に対してドレイン電圧が0V 付近にピークを持

つ共鳴特性を示すことを明らかにした。また、n 型細線

FET と p 型細線 FET のサイドゲートに同極性のパルス

電圧を印加すると、ピーク幅はほぼ同じでそのピーク位

置を移動させることができる。一方、n 型と p 型細線

FET に逆極性のパルス電圧を印加するとピーク位置は

0V 付近を維持しつつ、ピーク幅を変化させることがで

きる。これらの変化は1000秒程度は保持される。これに

より、今回考案した相補形細線 FET は共鳴特性を示し、

共鳴ピークの幅と位置をサイドゲートによって不揮発的

に変調できることが明らかとなった。この特性から、本

素子は戦略的創造研究推進事業「量子スケールデバイス

のシステムインテグレーション」で提案している共鳴型

知的エージェントによる連想回路、動き検出回路、距離

計測回路を構築するときの基本素子として応用できると

結論づけた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］相補形細線 FET、サイドゲート、量子

スケールデバイス 

 

［研 究 題 目］コプロダクションシステムのモデリング

と解析 

［研究代表者］中岩 勝（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］中岩 勝、大森 隆夫、遠藤 明、 

黄 克謹 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではコプロダクションシステムの要素技術であ

る基本的な化学反応や熱変換システムの現象論に基づく

モデル化を行い、定常基本特性、動的基本特性等を明ら

かにした。具体的にはコプロダクションによるエネルギ

ー・物質併産のシナジー効果を定量化するために混合溶

液を分離し高濃度製品を生産しつつ高温蒸気を発生させ

るプロセスについて、石油化学工業の典型的な製品であ

るベンゼン／トルエン系混合物を例に適切な操作圧力設

定により、効率改善が可能であることを示した。このプ

ロセスは、サブシステムに分解して考えるならば溶液分

離と昇温による熱供給を同時に行うコプロダクションシ

ステムと考えることができる。その効率は、熱力学の第

一法則および第二法則から、2つのサブシステムの統一

的な解析により定量化可能である。本研究では、このプ

ロセスのコプロダクションとしての効率をエクセルギー

の観点から明らかにした。また従来の蒸留塔に対する比

較を行い、その優位性を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、コプロダクション、解析、

反応分離、 適化、シナジー効果、地球

温暖化 

［研 究 題 目］シュレッダーダストの分離・資源化シス

テムの構築 

［研究代表者］大矢 仁史（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］大矢 仁史、遠藤 茂寿、日比野俊行 

［研 究 内 容］ 

 埋め立て処理を行う源容化処理後の廃自動車シュレッ

ダーダスト（ASR）について、その性状分析方法を確

立し、表1に示す結果を得た。再利用時に銅の含有量が

問題となること、また、可能な限り塩素の低減を図るこ

との必要性が明らかになった。これまでも国家プロジェ

クトにおいて、スクラップの精錬による再資源化研究が

行われてきたが、実用化に結びついた例は無い。スクラ

ップ段階における粉砕・分離技術開発が、経済的・技術

的側面から循環型システム構築の鍵を握ることは上述の

調査においても多くのコンセンサスを得ており、シュレ

ッダーダストの分離・資源化システムのモデル提案へと

検討を進める。 

表1 減容固化後の ASR の主な組成 

物質 不溶解成分 Fe Cu Al Cl 
含有量

[wt%]
78.1 5.2 4.2 4.6 0.5 

その他 

Ca、Zn、Pb

（注）金属含有量は ICP により、塩素はイオンクロマトによ

り測定した。 

 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、廃自動車、シュレッダーダ

スト、粉砕、分離 

 

［研 究 題 目］低レイノルズ数流れにおける翼列特性の

研究ならびに衝撃損傷特性解析の研究 

［研究代表者］濱 純（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］松沼 孝幸、吉田 博夫 

［研 究 内 容］ 

 低レイノルズ数流れにおける翼列特性：マイクロガス

タービンでは、翼列の小型化によって低レイノルズ数の

流れとなり、剥離や二次渦が発生して空気力学的性能が

低下する。そこで、環状タービン翼列を設置した風洞実

験によって、低レイノルズ数域でのタービン翼列の空力

特性を調査した。翼面からの剥離による形状損失と、壁

面近くの二次渦による二次流れ損失は、レイノルズ数が

低下に伴って急激に増加した。一方、翼面の翼先端の漏

れ流れによるチップクリアランス損失は、レイノルズ数

の影響をほとんど受けないことが明らかになった。 

 衝撃損傷特性：小型高効率のガスタービンを実用化す

るためには、タービン入り口温度を従来の金属では対応

が困難である1000℃程度またはそれ以上とすることが求

められる。そこで本研究では高温タービン材料として窒

化ケイ素セラミックの適用を想定した。セラミックは耐

熱性に優れているものの衝撃力に脆く、衝撃破壊特性に

ついて十分把握して無ければならない。本年度は、衝突

物体としてセラミックや鋼の球状粒子を仮定し、それが
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実際のタービン周速である400m/s でセラミックブレー

ドに衝突する際の衝突応力場について解析した。その結

果、衝突で発生する応力波の干渉で、ブレード内部に応

力が極大となる点が衝突点とは別の場所に形成される場

合のあることが明らかになった。 

［分 野 名］エネルギー  

［キーワード］小型分散、ガスタービン、低レイノルズ

数流れ、セラミック、衝撃損傷 

 

［研 究 題 目］流動層によるバイオマス等からのガズと

チャーの併産技術に関する研究  

［研究代表者］幡野 博之（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］幡野 博之、鈴木 善三、倉本 浩司、

柴野紗綾夏 

［研 究 内 容］ 

 大気中の CO2と太陽エネルギーに由来するバイオマ

スのエネルギー利用は大気中の賞味の CO2濃度増加に

繋がらないカーボンニュートラルであることから、その

積極的な導入が望まれている。本プロジェクトではコプ

ロダクションの概念に立脚し、バイオマスのガス化と炭

化物の併産技術の確立を行っている。バイオマスのガス

化によって水素を製造し、燃料電池などの燃料として利

用する。このとき、従来の石炭ガス化のように、完全ガ

ス化を志向するのではなく、得られる熱源の温度に応じ

て、ガス化可能部分は水素へ転換し、チャー化した部分

は炭化物として取り出す。前者はカーボンニュートラル

かつ低エクセルギー率の化学エネルギーとして利用でき、

後者は地中投棄や土壌改質媒体として利用する。このバ

イオマスの有機質を炭化物として安定化し、利用するこ

とは、安価で高効率な CO2の固定化を意味する。これ

までに迅速熱分解装置、循環流動層型流通ガス化反応器

を利用して、種々の温度および水蒸気分圧下でガス、タ

ールおよびチャーの収率を系統的に調査した。今年度は

多孔質粒子を用いることによるガス化温度の低下につい

て検討を開始した。タールやチャーが多孔質粒子上に捕

捉されることで、改質が促進されてガス生成量が増加す

ることを確認した。 

［分 野 名］エネルギー環境 

［キーワード］バイオマス、ガス化、水素、炭化物、コ

プロダクション 

 

［研 究 題 目］シロイヌナズナ転写因子の機能解析 

［研究代表者］高木 優（ジーンファンクション研究ラ

ボ） 

［研究担当者］高木 優、平津圭一郎、山口 邦枝、 

川南 宣子、光田 展隆、小山 智嗣、 

松井 恭子、串田 明子、滝口 裕子、 

金田 尚子 

［研 究 内 容］ 

 植物機能の高度利用技術を開発するためには、関係す

る遺伝子の機能解明が必要不可欠である。しかし、植物

のゲノムは、重複遺伝子が数多く存在し、また、主要な

穀物や園芸植物の中には、ゲノムが複二倍性から構成さ

れているものが数多くあり、それ故、遺伝子破壊や相補

的な RNA の導入などの従来の方法では、遺伝子の機能

解明が困難であることがわかってきた。このような植物

遺伝子機能解明における重複遺伝子の困難さを克服する

ため、我々は強力な転写抑制因子由来の機能性ペプチド

を任意の転写因子に付加し、本来転写活性化因子であっ

たものを強力なリプレッサーに機能変換して標的遺伝子

の発現を抑制するという、キメラリプレッサーを用いた

遺伝子サイレンシングシステム（CRES-T 法）を開発

した。CRES-T 法は、手法の簡便性に加え高効率で作

用する。またイネにおいても機能することから、双子葉

植物ばかりでなく単子葉植物にも適用できる等の多くの

利点がある。さらに、二次代謝系で働く転写因子に適用

し、代謝産物を効率的に抑制したことから、二次代謝産

物の制御に本手法が有効であることも示された。本グル

ープの目標は、CRES-T 法を活用し、遺伝子の重複性

の点から今まで不明であった植物転写因子の機能解析や

有用遺伝子の同定をおこない、種々の機能性植物の創生

など、産業的、農学的応用分野においても貢献できるよ

り実践的な研究をおこなう。 

［分 野 名］ライスサイエンス 

［キーワード］植物、シロイヌナズナ、遺伝子機能、転

写因子、リプレッサー 

 

［研 究 題 目］ダイヤモンド原子層ホモエピタキシャル

成長 

［研究代表者］大串 秀世 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］大串 秀世、竹内 大輔、小倉 政彦、 

渡邊 幸志（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドのポテンシャルを 大限に生かした高性

能デバイスのためのダイヤモンド原子層ホモエピタキシ

ャル成長技術の研究開発を目的とする。従来の半導体材

料の評価に耐えうるような、高品質ダイヤモンド薄膜の

合成を行う。原子レベルで一様平坦、かつ不純物を極限

まで抑制できるダイヤモンド薄膜成長技術を駆使し、試

料の作製および評価、デバイス作製グループへの資料提

供を行う。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、ホモエピタキシャル成長、

結晶半導体、原子レベルの平坦性 

［研 究 題 目］高密度励起子状態を利用したダイヤモン

ド紫外線ナノデバイスの開発 

［研究代表者］大串 秀世 

（ダイヤモンド研究センター）  

［研究担当者］大串 秀世、山崎 聡、竹内 大輔、 
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小倉 政彦、渡邊 幸志、李 成奇、 

熊谷 直人、二子 渉、加藤 宙光、 

陳 益鋼、高須由紀子、水落 憲和 

（職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 優れた物性を有するダイヤモンド薄膜の高品質化をは

かり、非線形励起子発光を紫外線ナノデバイスに展開す

る。そのために、原子レベルで平坦な高品質ダイヤモン

ド薄膜合成技術、PN 接合技術、デバイス化要素技術な

どを開拓し、励起子の高密度化と発光機構を解明し、紫

外線ナノデバイスの開発を行う。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、励起子、紫外線発

光、ナノデバイス 

 

［研 究 題 目］デジタルヒューマン基盤技術 

［研究代表者］金出 武雄（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］松井 俊浩、持丸 正明、河内まき子、 

加賀美 聡、西田 佳史、堀 俊夫、 

宮腰 清一、宮田なつき、中田 亨、 

本村 陽一、ほかポスドクなど合計30名

程度 

［研 究 内 容］ 

 人を見守るデジタルヒューマン、人に合わせるデジタ

ルヒューマンの具体的事例研究を通じて、生理解剖的機

能、運動機械的機能、心理認知的機能を含んだ統合的な

人間モデルの構築を目指す。また、この具体的事例研究

に必要となる人間機能の基礎的知見のうち、まだ、明ら

かになっていない運動制御機序や知覚認知機能について

は、人を知るデジタルヒューマンの枠組みの中で基盤研

究を進める。研究は、人体機能モデルを計算機内に構築

するモデル化研究が主体である。ただし、既存の観察技

術が不十分である場合（居室内の人間行動計測、運動中

の体表面変形計測）には、観察技術そのものの開発も行

う。提示技術に関しては、CG だけでなく、人間の反

応・運動を実体提示できるヒューマノイドの研究を進め

る。これらの研究の共通基盤は、ヒューマンシミュレー

タとして整備し、知的資産を形成していく。平成15年度

では、人を知るデジタルヒューマン研究を拡充し、生

理・心理・知覚・認知に関する研究を加速的に推進する。

これらは人を見守る・人に合わせるデジタルヒューマン

として、具体的な出口イメージに繋がっていくものであ

る。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］デジタルヒューマン、シミュレーション、

人間計測、ヒューマノイドロボット 

 

［研 究 題 目］ヒューマノイドロボットの分散制御系の

研究 

［研究代表者］松井 俊浩（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］加賀美 聡、山崎 信行、比留川博久 

（知能システム研究部門）、 

石川 裕（東京大学） 

［研 究 内 容］ 

 ヒューマノイドロボットがより酵素の作業を行うため

には、内蔵する情報処理系の能力拡大と信頼性向上が必

要である。このための、ヒューマノイド用の高信頼かつ

スケーラブルな実時間・分散処理系を研究する。実時間

処理能力に優れたプロセッサのシステム LSI としての

実現、実時間分散処理ソフトウェア開発、ヒューマノイ

ドロボットによる実証の3つの研究で構成する。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ヒューマノイドロボット 

 

［研 究 題 目］超分散マイク・スピーカーによる複数の

音焦点形成 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］加賀美 聡ほか 

［研 究 内 容］ 

 空間に多数のスピーカーを配置し、その位置に応じて

スピーカーごとの位相差を正確に制御することで、空間

内の特定の位置にいる人だけに音情報を伝える技術を開

発した。具体的には１辺3.2[m]の四角い空間に、128個

のスピーカーアレイを配置し、それぞれのスピーカーか

ら、独自開発した128チャネル×3[kHz]の高速度

AD/DA 変換器で合成した音声を流す。計算上の音焦点

以外では音声波形が相互に打ち消し合い、雑音しか聞こ

えないが、音焦点では選択的に音情報を聞くことができ

る。実験では、上記空間上に4つの音焦点を形成し、4つ

の異なる音源情報を同時に提示したところ、4箇所の音

焦点でそれぞれの音源を別々に聞くことができた。また、

この技術をマイクロフォンアレイに転用し、空間内の特

定の位置に焦点を合わせてその場所で発生した音を拾い

出す技術を開発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］バーチャルリアリティ、音響シミュレー

ション、ヒューマンインタフェース 

 

［研 究 題 目］糖鎖関連遺伝子 siRNA 導入マウス ES
細胞樹立と性状解析 

［研究代表者］中村 充（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］中村 充、野々村智尋、安藤 秀信 

［研 究 内 容］ 

 ショウジョウバエの系でスクリーニングし、哺乳動物

細胞の系で機能解析する重要性が予想される糖鎖関連遺

伝子の RNA 干渉を、哺乳動物細胞株で実現することを

目標としている。本年度の計画として、特に遺伝子導入
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が難しい細胞に応用するために、レンチウィルスベクタ

ーシステム・レトロウィルスベクターシステムによる

siRNA システムを導入し、実際に造血幹細胞・造血前

駆細胞株に試してみることとした。標的遺伝子にふさわ

しい遺伝子特異的配列を siRNA 発現ベクターに組み込

み、実際に遺伝子発現抑制が観察されるか解析した。一

口に遺伝子特異的配列といっても、既存のウェブサイト

検索プログラムで選定可能な配列は全く効果がないか、

あってもそれほど効果が認めがたかった。しかし、

Tei/Saigo らの Nucleic Acids Res の方法に従ってター

ゲット配列を選定し直したところ、効果が観察される遺

伝子が出てきた。本 siRNA ウィルスベクターシステム

が機能することを確かめるため、レンチウィルスによる

siRNA 導入により、ヒトリンパ球性白血病細胞の組織

浸潤に重要な特徴的表面糖鎖発現レベルをコントロール

しているタンパク二種類をコードする遺伝子のサイレン

シングを試みた。その結果、見事に、その特徴的表面糖

鎖発現レベルを、RNA 干渉技術で低下させることに成

功した。また、ショウジョウバエの系でスクリーニング

し、哺乳動物細胞の系で機能解析する重要性が予想され

る糖鎖関連遺伝子のうち、特に重要な遺伝子については、

遺伝子破壊マウスの作製を進行させている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖関連遺伝子、RNA 干渉、レトロウ

ィルスベクターシステム、レンチウィル

スベクターシステム 

 

［研 究 題 目］メタノール資化性酵母によるリソソーム

酵素の発現系の構築 

［研究代表者］地神 芳文（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］千葉 靖典、明星 裕美  

［研 究 内 容］ 

 目的遺伝子（HEXA、HEXB）をメタノール資化性酵

母 Ogatae minuta の AOX1プロモーターの下流に挿入

した酵母発現用ベクターを構築した。この目的遺伝子発

現酵母ベクターを O.minuta に導入した。SDS-PAGE
で目的タンパクの発現を確認するとともに、培養上清の

酵素活性測定を行なった。その結果、HEXA 遺伝子を

導入した酵母で MUGS 切断活性を有する株を、また

HEXB 遺伝子を導入した株で MUG 切断活性を有する

株を得ることが出来た。それぞれはホモダイマーを形成

し、HexS、HexB を生産しているものと思われた。次

に HEXA 遺伝子導入株に HEXB 遺伝子を導入し、αβ

ヘテロダイマーを生産する株のスクリーニングを行なっ

た。形質転換で得られた8株のうち、MUG および

MUGS 活性が元株よりも高かった1株を選抜した。培養

上清と細胞抽出液での活性は、HexS 発現株では約6:1、

HexB 発現株では約10:1であったのに対し、HexA 発現

株では約3:1であった。サブユニット形成などでフォー

ルディング・輸送・分泌の効率などが低くなったことが

予想される。これらの組換え酵素について精製法を検討

した。培養上清を40%硫安塩析で沈殿を除き、その上清

を疎水性相互作用カラム、陰イオン交換カラムのクロマ

トグラフィーで精製している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］HexA、リソソーム、メタノール酵母 

 

［研 究 題 目］グリット技術を用いた大規模分子シミュ

レーションプログラムの開発 

［研究代表者］長嶋 雲兵（グリッド研究センター） 

［研究担当者］長嶋 雲兵  

［研 究 内 容］ 

 ナノ粒子やタンパク質と低分子の分子シミュレーショ

ンを可能とするためにグリッド技術を用いた大規模分子

シミュレーションプログラムの開発を行う。今年度は

FMO 法の Grid 化としては、負荷分散、ならびに Grid
化を考慮に入れて、並列フラグメント分子軌道計算プロ

グラム ABINIT-MP の設計（データ仕様を含む）を変

更し、FMO 法を制御している部分と、そこから呼び出

されているルーチンとの接合を行うためのインターフェ

イスを決定した。また、GFMO-MO の開発として接合

部分のインターフェイスを決定した。さらに射影法によ

る一般化固有値問題の解法と、プロトンの波動性を考慮

した方法（MCMO 法）の FMO 法への導入にあたって

の方法の検討を行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］大規模分子シミュレーション、FMO 法 

 

［研 究 題 目］有機・無機ナノチューブの形態・構造制

御と超高感度振動分光法による解析 

［研究代表者］清水 敏美（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター） 

［研究担当者］増田 光俊、浅川 真澄、小木曽真樹、 

南川 博之、青柳 将、吉 慶敏、 

増渕さゆり、二又 政之、松田 直樹 

［研 究 内 容］ 

 親水部に糖鎖やペプチド鎖をもつ人工脂質を分子設計、

合成し、水中での自己集合により大量にナノチューブを

合成するとともに、超高感度振動分光法のナノチューブ

系への適用を図る。さらに、親水部構造や疎水部構造を

変化させ、チューブの内径、長さ、膜厚に与える分子構

造効果を系統的に解明する。得られた有機ナノチューブ

をナノ鋳型として利用して、金属酸化物等の新規ナノチ

ューブ創製を図り、ガス吸蔵などの機能特性を明らかに

することを目的とした。そのために、アミド型糖脂質に

おける不飽和度と不飽和位置を変化させ、ナノチューブ

形成能との相関関係を詳細に検討した。さらに、くさび

型双頭糖脂質を新たに分子設計し、自己集合挙動を検討

し、ナノチューブの内径制御の可能性を検討した。脂質

ナノチューブが有するナノメートルサイズの内径をもつ
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中空シリンダー構造を鋳型に利用した金属ナノ微粒子の

一次元組織化を検討した。 

 その結果、シス型二重結合の炭化水素鎖への導入位置

を制御することで脂質ナノチューブの収率をほぼ100%
に高めることができ、ナノチューブ形成用分子の構造

適化に成功した。さらに、くさび形双頭分子では、その

連結炭化水素の炭素数を2個変化させるだけで、約

1.5nm ごとに脂質ナノチューブの内径を制御すること

を見いだした。また、中空シリンダーを用いて、金、銀

ナノ微粒子が密に充填された一次元組織化手法を開発し

た。脂質ナノチューブを反応マトリックスとして分子間

架橋と高分子化は前人未踏の技術であり、その達成は脂

質ナノチューブの技術的応用をさらに拡大することが期

待できる。サイズ次元でのナノメートル精度での制御に

関しては、内径に関してはほぼ達成したので、残るは外

径制御である。中空シリンダー内部を各種の包接場や反

応場として利用することは、従来研究例がなく、今後の

展開に大きな期待がもたれる。特に、DNA をはじめと

する生体分子との相互作用はバイオ分野への応用にとっ

ても不可欠な研究課題といえる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、中空シリンダー、超高感

度振動分光法 

 

［研 究 題 目］ペプチド型信号伝達機能の構築とその機

能制御 

［研究代表者］樋口 真弘（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター） 

［研究担当者］樋口 真弘、田口 和宏 

［研 究 内 容］ 

 ペプチド等の生体関連物質が形成する特異な集合体構

造を利用し、生体類似の信号伝達機能の発現を目指した。

さらに、集合状態の安定性を損なうことなく刺激応答性

機能を付与し、イオンチャネル類似の情報伝達機能の制

御を試みた。 

 前年度に引き続き、リガンド作動型イオンチャネルの

活性の向上を目的に、片末端にリガンド認識部位を形成

する官能基を、もう一方の末端に基板への結合部位を有

し、かつ、リガンドの認識情報を電気的な信号に変換す

るためのチャネル活性を持つ、疎水性アミノ酸と親水性

アミノ酸残基の規則配列したペプチドを化学合成した。

得られたペプチドと脂質の複合単分子膜を気－液界面に

形成させ、基質との相補的相互作用によるペプチド集合

体を解析した。また、ペプチド型信号伝達機能の発現を

行う別系統のイオンチャネルとして、大環状化合物より

なるチューブ状会合体の構築を行った。大環状化合物か

らなる会合体形成の挙動を気水界面単分子膜で観察する

とともに、脂質二分子膜中への埋め込みを行った。 

 リガンド作動型イオンチャネルを形成するペプチドと

して、一方の末端にアセチルコリン結合部位またはγ-

アミノ酪酸結合部位となるアミノ酸を適宜組み入れ、も

う一方の末端に基板への結合部位として、アルキルアミ

ンあるいはアルキルカルボン酸を導入した、塩基性ある

いは酸性の両親媒性ペプチドを調製した。得られたペプ

チドと脂質との複合単分子膜を気－液界面に形成させ、

下水相に基質であるアセチルコリンあるいはγ-アミノ

酪酸を添加して、膜中でのペプチドの集合体形成を表面

圧－面積等温曲線の変化を観察した。単分子膜は、基質

を加えることにより、液体状態の膜で大きく収縮し、

個々のペプチド分子は流動性の高い脂質膜中で、基質と

の相補的相互作用により会合し、より密な集合体を形成

することが確かめられた。LB 法によりイオン導電性薄

膜で表面を修飾した電極基板上へペプチド－脂質複合膜

の固定化を行い、ペプチド型信号伝達機能をもつデバイ

ス化の確立を行った。 

 大環状化合物が、環状ペプチドと同様に多点水素結合

によって積み重なりチューブ状に集合し、繊維状高次構

造体を形成しうることが、光学顕微鏡と走査電子顕微鏡

観察で確認された。会合体の形成は天然脂質の気水界面

単分子膜でも起こることが確認できたので、さらに脂質

二分子膜に埋め込みを行い、イオンチャネルとしての有

効性を実験した。脂質二分子膜からなる小泡（リポソー

ム）において、金属イオンの透過が著しい促進され、信

号伝達物質としての有効性が確かめられた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］合成ペプチド、イオンチャネル、信号伝

達、複合単分子膜、分子デバイス 

 

［研 究 題 目］酸素透過性セラミックス薄膜の成膜プロ

セスの確立 

［研究代表者］飯島 高志（スマートストラクチャー研

究センター） 

［研究担当者］籠宮 功（CREST） 

［研 究 内 容］ 

 研究目標 

 酸素透過性セラミックス Ce0.8Gd0.2O1.9(GDC)-スピ

ネル系複合体を薄膜化し、バルクよりもさらに高い酸素

透過速度を得ることにより、部分酸化改質に用いる酸素

分離デバイスの実現を目差す。 

 研究計画 

 GDC 多孔質基板上に GDC-スピネル系複合体薄膜を

スピンコーティングによって成膜し、酸素透過性薄膜を

作製する。平成14年度までに得ている多孔質基板作製工

程の各条件の 適化を行い、酸素透過性薄膜にとって

適な GDC 多孔質基板を作製するための適切な成膜プロ

セスを検討する。 

 年度進捗状況 

 適化された GDC 多孔質基板の気孔率は38%、気孔

径は1μm 以下であった。この多孔質基板上に、GDC-

CoFe2O4前駆体溶液を、35回繰り返しスピンコーティン
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グを行うことで、多孔質基板上の気孔は薄膜によってほ

ぼ完全に覆うことに成功した。この GDC-CoFe2O4薄膜

の酸素透過速度は、1000℃で5μmol cm-2s-1と、バルク

1mm の同測定条件の場合に比べて約20倍高い値を示す

ことより、酸素透過性セラミックス薄膜を実現させるこ

とは十分可能であることが判明した。以上より確立した

酸素透過性セラミックスの薄膜プロセスを踏まえ、今後

はその薄膜の大面積化を図るとともに、薄膜焼成条件を

適化することでより低温において、酸素透過速度の向

上を目指す。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］酸素透過性セラミックス／薄膜／化学溶

液法 

 

［研 究 題 目］相関電子コヒーレンス制御 

［研究代表者］永長 直人 

（強相関電子技術研究センター） 

［研究担当者］MISHENKO Andrey、小野田 勝、 

妹尾 仁嗣 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、強相関電子系の内部自由度に潜

む量子位相コヒーレンスを制御するための学理を確立す

ることを目標にしている。特に、(ⅰ) オングストロー

ムスケールの結晶格子構造をコントロールすることでボ

トムアップから量子位相を設計するトポロジカルコヒー

レンス制御、(ⅱ) 量子臨界性などを利用してトップダ

ウンで位相コヒーレンスを制御するクリティカルコヒー

レンス制御、の2つの方向からのアプローチを目指す。

より具体的な研究計画は、(a)固体電子におけるベリー

位相の理論的研究と、第一原理バンド計算による物質設

計、(b)高温超伝導体をはじめとする無機酸化物の磁性、

超伝導、電荷秩序などのナノスケールスペクトロスコピ

ーと量子臨界制御、(c)有機物における絶縁体―超伝導

転移の研究と量子スピン液体の探索、などである。本年

度の主な進捗として、以下のものが挙げられる。(1) 固

体電子状態に伴うベリー位相が運動量空間における磁気

単極子の構造を持つとの提案を行い、さらに SrRuO3で
見出されている異常ホール効果の異常な振る舞いを大規

模第一原理計算によりほぼ完全に再現してこれが磁気単

極子によるものであることを突き止めた。(2) GaAs な

どの半導体においてやはりベリー位相がスピンホール効

果―つまり電場による散逸を伴わないスピンカレント―

を生むことを理論的に予言した。(3) ポーラロン問題の

数値的厳密解を求める量子モンテカルロ手法を開発し、

これを自己束縛転移に適用して、角度分解光電子スペク

トロスコピーなどの実験でそれがどのように観測される

かを明らかにした。これを高温超伝導体の模型に適用し、

実験をほぼ完全に再現する結果を得て、ポーラロン効果

の重要性を確立した。(4) 高温超伝導体における走査型

トンネル顕微鏡（STM）によるスペクトロスコピーを

開発し、ナノスケールの空間分解能でトンネルスペクト

ルが取れる段階にまで到達した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］量子位相、スピントロニクス、トンネル

スペクトロスコピー 

 

［研 究 題 目］強相関界面エンジニアリングによるスピ

ントンネル機能の巨大化 

［研究代表者］赤穗 博司 

（強相関電子技術研究センター）  

［研究担当者］川崎 雅司、佐藤 弘、澤 彰仁、 

山田 寿一、小池 和幸 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、強相関遷移金属酸化物のスピン完全偏極

強磁性に焦点をあて、酸化物スピントロニクス素子の構

築に必要不可欠な界面磁性の直接観察と制御技術を新た

に開発するとともに、実際にデバイス構造を作製し、そ

の特性評価を通してスピントンネル機能の巨大化を実現

することを目的とする。具体的には、(1)非線形磁気光

学効果による界面磁性の研究、(2)スピン偏極 SEM に

よる界面磁性の研究、(3)強相関スピンデバイスプロセ

ス技術の開発、(4)強相関スピントンネル機能の研究、

の4研究課題項目について、研究を遂行する。本研究は、

本年度10月から始まった新規プロジェクトである。本年

度の成果をまとめる：(1)バリア層として SrTiO3(STO)

と LaAlO3(LAO)を選択し、これら絶縁体と La1-x 

SrxMnO3(LSMO)との界面磁性を磁化誘起第二高調波

発生（MSHG）を用いて評価した結果、LSMO/STO
では界面磁性が低下することが分かった。(2)スピン偏

極 SEM を用いて、表面に絶縁層を有する遷移金属酸化

物単結晶のスピン状態を定量的に評価することにより、

界面磁性評価手段としてのスピン偏極 SEM の性能を確

認した。(3)パルスレーザ堆積法によりスピンが完全に

偏極している酸化物強磁性体である LSMO と STO や

LAO などのバリア層絶縁体からなるヘテロ積層膜を作

製した。また、フォトリソグラフィとドライエッチング

技術を用いて、数ミクロンレベルのトンネル素子を作製

できる標準デバイスプロセス技術を確立した。(4)パル

スレーザ堆積法および標準デバイスプロセス技術を駆使

して、LSMO／バリア層絶縁／LSMO から構成される

スピントンネル接合を作製し、トンネル磁気抵抗

（TMR）特性を評価した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］界面磁性、強相関界面エンジニアリング、

スピントンネル機能 

 

［研 究 題 目］新規機能創製を目指した酵素蛋白質の立

体構造・触媒機構の系統的解析 

［研究代表者］長野 希美 

（生命情報科学研究センター） 
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［研 究 内 容］ 

 酵素の立体構造、リガンドの化学構造、酵素とリガン

ドの相互作用など様々な角度から酵素の触媒機構を詳細

に理解することから、その酵素に特有な阻害剤・活性化

剤などをデザインすることが可能となると考えられる。

しかしながら、酵素にまつわる情報学はまだ充分に整理

されているとは言えない。従来の酵素の分類である酵素

番号は、主に基質・産物の化学構造や触媒反応に関わる

補酵素などに基づいて分類が行われており、触媒機構に

おいて重要であるタンパク質の配列情報や立体構造に関

する情報が全く考慮されていないのである。他方で、タ

ンパク質の立体構造のデータは、現在、Protein Data 
Bank(PDB)に2万エントリ以上、登録されているが、

このうち酵素の立体構造データには、タンパク質のみな

らず、基質・産物・補酵素や反応中間体、あるいはその

アナログ化合物や遷移状態のアナログなど重要なリガン

ド情報も多数含まれており、PDB そのものが、創薬を

行う際の、リード化合物に関する有用情報の宝庫となっ

ていると考えられる。それにも関わらず、PDB などの

従来の立体構造データベースでは、酵素タンパク質とリ

ガンドとの関係がアノテーションされていない。 

(1) 構造生物学や創薬を支援する観点から、酵素とリガ

ンドの反応部位に特に注目し、酵素立体構造の PDB
データにおけるリガンドのアノテーションを行った。 

(2) 酵素触媒機構の系統的な分類までを行い、酵素触媒

機構データベース・EzCatDB1,2を開発している。こ

の触媒機構の階層分類では、第1階層；基本反応(R)、

第2階層；リガンドの反応部位の構造(L)、第3階層；

触媒機構の種類(C)、及び第4階層：酵素側の触媒残

基など(P)というように分類されている。この触媒機

構分類は、従来の酵素番号による分類と比べて、酵素

活性部位の構造と機能との関係を大きく反映するとい

うことが分かってきた。 

References: 
(1) Nozomi Nagano. (2005). EzCatDB: The Enzyme 

Catalytic-Mechanism Database. Nucleic Acids 
Research, 33 (1) Database Issue, in press. 

(2) EzCatDB の URL：http://mbs.cbrc.jp/EzCatDB/ 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵素蛋白質、立体構造、触媒機構、機能

分類、系統的解析、リガンド 

 

［研 究 題 目］InGan 系ヘテロ構造のプロセス制御と機

能発現 

［研究代表者］奥村 元（パワーエレクトロニクス研究

センター） 

［研究担当者］沈 旭強、清水 三聡、小倉 睦郎、 

北村 寿朗 

［研 究 内 容］ 

 MBE 法における成長条件依存性を明らかにしながら、

極性制御技術や表面平坦化技術等を用いて InN を含む

高 In 組成 InGaN 混晶エピタキシャル膜の高品質を図

った。 
 InN 膜の成長では、基板温度を 適化することでス

テップ構造を示す表面を得ることができた。同条件で

400nm 成長させた InN エピタキシャル膜に関して、

XRC 半 値 幅 が (002) 面 で 690arcsec 、 (102) 面 で

1500arcsec 程度であり、電気的特性として Hall 移動度

1000cm2/Vs、キャリア密度1x1019cm3程度の値が得られ

たが、過去の報告例と比較して、まだ残留キャリア濃度

が高く、更にバッファ層の 適化などの検討が必要と考

えられる。 

 次に、高 In 組成 InGaN 混晶の成長を試み、その特

性評価を行った。高 In 組成 InGaN 膜に対しても、成

長時の膜極性のエピ膜特性に対する依存性は大きいと予

想されるが、どちらの極性が有利かは定かでない。今回

は、Ⅴ族極性 InGaN 膜の成長を試みた。成長中の

In/(In+Ga)flux 比を変化させた試料に対して、XRD 測

定により、In/(In+Ga)flux 比=1.00～0.81までは、得

られた InGaN 膜の In 組成はほぼフラックス比と同等

に な る こ と が 確 認 さ れ た が 、 そ れ 以 下 の

In/(In+Ga)flux 比においては組成分離が確認され、成

長条件、特に成長温度などの 適化が必要であることが

わかった。これらの InGaN エピ膜の PL 測定において、

すべてのサンプルから発光が観測され、その発光ピーク

位置が In 組成減少とともに高エネルギー側にシフトし

ていることが確認された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］窒化物半導体、MBE、InN 
 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（シクロデキストリン分子認識

による汚染物質の除去・計測技術開発） 

［研究代表者］上桝 勇（環境管理研究部門） 

［研究担当者］上桝 勇、高橋 信行 

［研 究 内 容］ 

 金属製品や電子部品などの製造工程における排水中に

含まれる有機塩素化合物等の有害物質を安価かつ効率的

に除去するため、有効な新規吸着材の調製、それを用い

た除去・回収処理装置の製作、及びその効果を計測する

技術の開発を行い、事業所における廃水管理及び一般水

質環境の保全に資する。このため、シクロデキストリン

を用いた分子選択性を有する新規吸着材の調製、それを

用いた吸着処理プロセス及び促進酸化法による分解法の

開発を行う。 

 有機塩素系化合物処理用吸着材の開発については、カ

ルボキシル基を有するグルクロニルグルコシル-シクロ

デキストリンを、アミノ基を表面に有する様々な固体粒

子に縮合結合させた。調製した吸着材を用いて、環境基

準の100倍濃度のトリクロロエチレン水溶液やテトラク
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ロロエチレン水溶液に対する吸着試験を行い、吸着性能

を評価した。市販品のエピクロロヒドリン架橋型シクロ

デキストリンポリマーよりも高い吸着除去率を示す吸着

材の調製に成功し、特許出願した。促進酸化分解条件の

検討では、クロロフェノール類の酸素バッキによる揮散

効果を検討した結果、塩素数が多いほど揮散の割合が高

いことが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］シクロデキストリン、吸着材、有機塩素

系化合物、促進酸化分解 

 

［研 究 題 目］製品 LCA の分析手法とデータ開示方法

の検討及び3R-LCA 手法の開発 

［研究代表者］八木田 浩史（ライフサイクルアセスメ

ント研究センター）  

［研究担当者］田原 聖隆、尾上 俊雄、山口 雅教 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 既存の製品 LCA データの収集、分析手法の整理およ

びデータ開示方法を検討する。各使用済み製品について

公表されている既存の LCA 研究結果を収集し、既存の

手法を整理するとともに、結果との関係について分析す

る。 

（研究計画） 

 既存の製品 LCA における、微細なデータのカットオ

フ並びに併産物がある場合の配分等のデータ処理方法の

整理を行う。特に、製品に共通で重要な工程、並びにそ

れぞれの製品に特殊であるが他製品の LCA の実施に参

考となる工程を抽出し、それらを特記することで今後の

LCA の普及に資するデータ作成方法について検討する。 

廃プラスチック、使用済み自動車、使用済み家電等の各

使用済み製品について公表されている既存の LCA 研究

結果を収集し、既存の手法を整理するとともに、結果と

の関係を分析する。インベントリ分析を実施する手法を

整理する。 

（年度進捗状況） 

 製品 LCA の分析手法およびデータ開示方法を検討す

るにあたり、JOIS データベース（(独)科学技術振興機

構）、各種調査報告書、企業環境報告書、ホームページ、

エコリーフ環境ラベル（(社)産業環境管理協会）などを

対象として、文献情報の抽出を行った。 

 使用済み製品の LCA 分析手法を検討するにあたり、

JOIS データベース（(独)科学技術振興機構）、廃棄

物・リサイクル情報検索表（(財)クリーン・ジャパン・

センター）、技術情報データベース（(独)新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構）、各種調査報告書などを対

象として、文献情報の抽出を行った。 

 抽出した文献情報に関して、書誌事項、目的及び調査

範囲（調査目的、対象製品システム、機能／機能単位、

システム境界など）、ライフサイクルインベントリ分析

（データ収集、システム境界とデータ収集、データ処理、

リサイクルの評価など）、ライフサイクル影響評価、ラ

イフサイクル解釈、開示方法および開示データ（例示）

の項目について整理した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCA、インベントリ分析、 

データ開示方法 

 

［研 究 題 目］平成15年度次世代ソフトウェア開発事業

（組織内およびインターネット上の遊休

PC を用いた大規模並列計算のためのミ

ドルウェア） 

［研究代表者］首藤 一幸（グリッド研究センター） 

［研究担当者］首藤 一幸 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、大量の計算が必要な問題を抱えたミドル

ウェア利用者が、自らの管理する遊休 PC 群や、インタ

ーネット上で募集した遊休 PC 群を用いて、少ない手間

で、自ら記述した応用プログラムを分散実行できるため

のソフトウェアを開発し、実用化を目指している。今年

度は組織内利用での実用性向上とインターネット上での

分散計算の達成を行った。具体的には、以下の機能開発

を行った。複数の異なる資源利用者が投入した複数のア

プリケーションプログラムを並行実行できるような複数

ジョブ管理機能。遊休 PC 提供者が実行するアプリケー

ションプログラムを自ら選べるようにするジョブ選択機

能。任意の並列処理を記述し本ミドルウェア上で実行で

きるようにメッセージパッシングライブラリを準備。遊

休 PC の提供者が虚偽の計算結果を申告してくる場合を

想定しその防止のための虚偽の計算結果検出機能、当機

能が不要な場合は虚偽検出機能の無効化、将来現れるか

もしれない方法を本ミドルウェアでサポートするために

虚偽検出機能の切り替え。他にも、どの計算機でどのア

プリケーションが実行されているのか一度に視認するジ

ョブモニタ、タイムアウト管理機能、ジョブ入力ファイ

ル管理機能、インストール支援と自動更新機能などを開

発した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］遊休 PC、ミドルウェア 

 

［研 究 題 目］地雷探知センサ運用移動装置の研究開発 

［研究代表者］小森谷 清 

［研究担当者］小森谷 清、安達 弘典、柴田 崇徳 

［研 究 内 容］ 

 効率的で高精度な地雷探知のためには、地雷探知セン

サヘッドを広範囲にわたり高精度に位置・姿勢制御を行

う必要がある。さらに、地雷原に立ち入っての探知作業

が可能になれば、飛躍的な効率向上が期待できる。これ

を実現するためには、地雷探知センサシステムを搭載し、

地雷を踏んでも起爆させることなく移動ができる地雷探
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知車両の開発が必要である。本年度の目標は、移動機構

のプロトタイプの試作である。試作機の仕様は、実際に

搭載予定の地雷探知センサヘッドを駆動するマニピュレ

ータシステムを想定した大きさ、およびペイロードを確

保し、小型の対人地雷を踏んでも起爆させないことであ

る。市販の低圧タイヤの接地圧特性試験の結果から、質

量を200kg 程度と想定した場合、8輪で車重を支えるこ

とで地雷の起爆を防げることが明らかになった。これを

実現するために、エネルギ（電力）は外部から供給し、

4輪自動車の各輪をダブルタイヤとする構成の試作機を

製作した。自由度は、後輪の駆動と前輪のステアリング

の2自由度とするとともに、地面の凹凸に倣うために前

部の移動機構に受動関節を導入した。試作機の大きさは

全長245cm、全幅160cm、全高90cm で質量は200kg で

ある。模擬地雷を用いて試作機の移動実験を行い、小型

の地雷（Type72）を起爆させないことを確認した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］対人地雷、地雷探知、低圧タイヤ、接地

圧力 

 

［研 究 題 目］自律型無人ヘリコプターの研究開発 

［研究代表者］小森谷 清（知能システム研究部門） 

［研究担当者］森川 泰、安達 弘典 

［研 究 内 容］ 

 震災など大災害が発生した場合にすぐさま現場に持ち

込めて、地上から到達不可能な地域も含めて災害現場の

画像情報等を収集出来、迅速かつ効率的な救助活動の支

援に供することが可能な小型の自律型無人ヘリコプター

の開発を目標として研究を進めた。自律型無人ヘリコプ

ターの試作機は市販のラジコンヘリコプターをベースと

し、小型計算機や高精度 GPS、慣性航法装置、ステレ

オビジョンシステムなどを組み込むことによって製作し

た。試作機はメインローター径約1.5m、重量約8kg の

機体となった。重量の内訳はヘリコプター本体の重量が

約5kg で搭載機器が約3kg である。ラジコンヘリコプタ

ーはホビー用のものでありどれだけの搭載能力があるか

不明であったので実験を行った結果、5kg 以上の搭載能

力があることが明らかになり、3kg の搭載物を搭載した

場合の飛行時間は9分程度であることが分かった。また、

各搭載機器の動作確認実験を行い、基本的性能を確認し

た。搭載するステレオビジョンシステムは自律飛行する

為の航法センサーであるとともに災害現場の情報を収集

する為のセンサーでもある。そこで実際に情報収集が可

能か実験を行った。実験では実験機をマニュアル操縦で

3m 程度の高度でホバリングさせ、上空から地上の対象

物をデジタルカメラで撮影し立体画像情報の取得を行っ

た。その結果、上空から地上の三次元情報を取得可能な

ことが明らかとなった。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］UAV、ヘリコプター、自動制御 

［研 究 題 目］大都市大震災軽減化特別プロジェクト 

大深度ボーリング試料による地質年代調

査 

［研究代表者］柳沢 幸夫（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］柳沢 幸夫、高橋 雅紀、渡辺 真人、

木村 克己、田中裕一郎（職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 文部科学省による大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト(I)地震動（強い揺れ）の予測「大都市圏地殻構造調

査研究」の委託研究一環として、独立行政法人防災科学

技術研究所は、5年計画で大都市圏（首都圏および近畿

圏）の平野部において、堆積層を貫き地震基盤に達する

大深度ボーリング掘削を行い、地震時の強振動予測のた

めの地下地質構造モデルを作成する研究を実施している。

地球科学情報研究部門では、再委託研究として、大都市

圏の大深度ボーリング試料について、微化石分析により

地層の地質年代を明らかにし、あわせて地表地質と統合

することにより、平野下の地下地質構造の解釈に資する

研究を実施した。研究2年度にあたる平成15年度には、

神奈川県山北町において掘削されたボーリング（深度

2,000m）の岩相及び年代調査と周辺に露出する地層の

地質学的検討を行った。その結果、このコアでは、箱根

古期外輪山噴出物から掘りはじめ、その基盤と考えられ

る第四系までを堀抜いたことが明らかになった。これに

より、首都圏南西部における深部地質構造モデルを構築

するための基礎データが得られた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］地震防災、都市地質、地質年代 

 

［研 究 題 目］人間中心の知的情報アクセス技術 

［研究代表者］橋田 浩一 

［研究担当者］中島 秀之、東 晴彦、車谷 浩一、 

野田五十樹、幸島 明男、和泉 潔、 

松尾 豊、伊藤日出男、山本 吉伸、 

西村 拓一、森 彰、橋本 政朋、 

和泉 憲明、須崎 有康、伊藤 克亘、 

本村 陽一、原 功、鍛冶 良作、 

山下 倫央、篠田 孝祐、平塚 誠良、 

太田 正幸 

［研 究 内 容］ 

 意味と状況の理解を人間と人工物との間で共有する方

法を技術的に具体化することによって人間中心の高度な

知的情報アクセス環境を実現する技術を研究する。すな

わち、知的コンテンツ（意味構造を明示した情報コンテ

ンツ）を作成する作業のコストを抑制し、また知的コン

テンツに基づく情報サービスの品質を高めるために、構

造化作業者およびコンテンツ利用者である人間に適合し

た情報処理技術とインタフェースについて研究する。今

年度の進捗は次の通り。 

・意味構造化によってコンテンツの品質を向上させ作成
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コストを低減させるコンテンツ作成法（セマンティッ

クオーサリング）を考案した。 

・Web ブラウザにおけるユーザの指示を解釈して複数

の Web ページの間を意味的に関係付ける WebSLIT
技術を開発した。 

・部分的な解析結果を含む入力を受理する統語解析プロ

グラムを作成した。 

・意味構造の利用によって情報検索の効率が倍増するこ

とを明らかにした。 

・Web 上の情報から人間関係を抽出するシステムを開

発した。 

・位置情報を用いてユーザの状況を推測して適切な情報

支援を行なうシステム（CONSORTS）を設計・実装

した。 

・会議コンテンツの作成支援とアノテーションによって

人間の実世界活動から知的コンテンツを生成可能にし

た。 

・携帯端末上での音声インタフェースによって知的コン

テンツにアクセスするための自然言語対話技術を開発

した。 

・顔情報計測システムを用いて Web コンテンツ閲覧時

のユーザの顔・視線の動き情報を計測・応用するシス

テムの開発を進めた。 

・記号的統計モデリング言語 PRISM の探索速度とメモ

リ効率を大幅に向上させた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］知的コンテンツ、意味構造化、ユーザモ

デル 

 

［研 究 題 目］平成15年度新たな炭素材料を用いた環境

計測機器の開発 

［研究代表者］大串 秀世 

（ダイヤモンド研究センター）  

［研究担当者］藤森 直治、大串 秀世、山田 貴壽 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 放射性同位元素の代わりにダイヤモンドやカーボンナ

ノチューブを用いて、十分な強度の電子線が得られ、さ

らに大気中に電子線を取り出せる電子線源を開発する。

また同様の電子放出源を利用したＸ線源も開発する。こ

の電子線源と X 線源を備え、捕集量が少ないエアロゾ

ル（PM2.5を含む）に対して、精密な質量濃度測定と

同時に、蛍光Ｘ線法による成分分析も可能とする装置を

開発することを目的とする。 

 原子レベルで平坦な高品質ダイヤモンド薄膜をマイク

ロ波プラズマ CVD 法で作製する。次に、そのダイヤモ

ンド薄膜に反応プラズマエッチングなどのナノファブリ

ケーションを施し、電界放出型電子源として構築する。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、電子放出、電子線

源、X 線源 

 

［研 究 題 目］メタンハイドレート資源開発研究 

資源量評価 

メタンハイドレート集積メカニズムの解

明に関する研究（バイオマーカー分析に

よるメタン菌の活動記録の解析及びメタ

ンガス生成の解明） 

［研究代表者］坂田 将（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］坂田 将、棚橋 学、吉岡 秀佳、 

大庭 雅寛、鎌形 洋一、古宮 正利 

［研 究 内 容］ 

 メタン菌細胞試料を用いて特徴的なエーテル脂質 BM
（バイオマーカー）を分析する方法を確立し、基礎試錐

「南海トラフ」等堆積物試料中の同 BM を存在状態別

（複合態と遊離態）に分析することに成功した。培養実

験からメタン菌の生息が確認されている茂原・中条水溶

性ガス田スラッジ試料からも複合態のエーテル脂質を検

出した。一方、基礎試錐試料、スラッジ試料について、

メタン菌に特徴的な炭化水素 BM とされるペンタメチ

ルイコサンやその不飽和物の測定を試みたが、検出限界

以下であった。 

 メタンの安定同位体比から起源を評価する地化学的手

法の問題点を検討するため、水素資化性で水溶性天然ガ

ス鹹水中にも生息するメタン菌 Methanobacterium 
thermoautotrophicus を水素分圧の異なる条件で培養し、

メタン生成に伴う水素同位体分別を測定した。水素分圧

が高い培養条件（純粋系、水温摂氏55度）では、水素の

同位体分別係数［メタンの D/H 比を培養水の D/H 比

で割った値］は0.70から0.72の範囲であり、培養時間

（成長段階）の進行とともに減少する傾向が見られた。

一方、水素分圧が低く自然をより忠実に模擬した培養条

件（共生系、水温摂氏55度）ではこの係数の値が0.725

であり、水素濃度が高い系での値との差が小さいと判明

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メタン菌、バイオマーカー、同位体分別 

 

［研 究 題 目］H15年度「メタンハイドレート資源開発 

資源量評価」（地化学探査手法の適用検

討・開発） 

［研究代表者］棚橋 学（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］棚橋 学、坂田 将、松林 修、 

森田 澄人、池原 研、金子 信行 

［研 究 内 容］ 

 東海沖海域海底の地質・海水試料の分析と解析、およ

び地質地化学総合解釈として、H15年度環境ベースライ

ン調査（東海沖海域）で取得される堆積物、底質および

海水試料の分析・解析及び地質地化学総合解釈・堆積物

の堆積地質学的分析・解析を実施する。地化学調査のメ
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タンハイドレート賦存域摘出への適用検討として、メタ

ンハイドレート濃集に関連する地化学現象を検討し、メ

タンハイドレート賦存域の推定を行う。地層温度測定デ

ータ解析技術の開発として、坑井内高精度地層温度測定

データの地質学的・地球物理学的モデリングによる解析

評価技術を開発した。特に、坑井内泥水による熱対流の

影響評価、その補正方法について検討を行った。 

(1) 東海沖海域海底の地質・海水試料の分析と解析、お

よび地質地化学総合解釈 

 H15年度環境ベースライン調査（東海沖海域）で取

得された堆積物、底質および海水試料の分析・解析及

び地質地化学総合解釈・堆積物の堆積地質学的分析・

解析を実施した。 

 H15年度基礎試錐で取得された堆積物について分析

のための試料採取、および予察的分析を船上にて実施

した。 

(2) 地化学調査のメタンハイドレート賦存域摘出への適

用検討 

 メタンハイドレート濃集に関連する地化学現象を検

討し、メタンハイドレート賦存域の推定を行った。 

(3) 地層温度測定データ解析技術の開発 

 坑井内高精度地層温度測定データの地質学的・地球

物理学的モデリングによる解析評価技術を開発した。

特に、坑井内泥水による熱対流の影響評価、その補正

方法について検討を行った。 

［分 野 名］環境エネルギー 

［キーワード］メタンガスハイドレート、南海トラフ 

 

［研 究 題 目］6軸反力計測フットウェア及び動作自動

生成モデルの試作評価 

［研究代表者］持丸 正明 

（デジタルヒューマン研究ラボ） 

［研究担当者］加賀美 聡、持丸 正明 

［研 究 内 容］ 

 我が国の産業力強化の観点から、開発リードターム短

縮化の重要性が指摘され、また高齢化が急速に進む中で、

高齢者を含む生活者にフィットした製品の提供による質

の高い生活が望まれている。このため、個人の人体特性

に適合した製品設計のためのデジタルヒューマン開発に

必要な、人体ダイナミクス特性を、精度良く、かつ簡便

に計測するための機械システムを試作するとともに、動

作自動生成デジタルヒューマン実用化の可能性を検討す

ることが必要である。デジタルヒューマンは、現在、主

として人体寸法を中心に開発されており、さまざまな体

型の人間の合成ができることが利点となっているが、実

際の人間はさまざまな動作をし、それに伴って操作力が

発生したり、重心が不安定になって転倒したりする。こ

のようなダイナミクスを模擬できるデジタルヒューマン

は、ニーズは高いものの実用化されていない。人体ダイ

ナミクス特性を生体から推定する方法としては、各個人

について人体表面形状と医用断層画像を取得し、それを

合理的に節に分割した上で、積分によって節ごとの重量

や重心位置、慣性モーメントを計算するのが一般的であ

る。しかし、実際の人間の関節は、デジタルヒューマン

のモデルのような剛体リンクではなく、どこで切断すれ

ば、モデルに一致するデータが得られるかは不明である。

ここでは、従来の生体計測とは発想を異にする動力学的

なアプローチで、個人の人体ダイナミクス特性を計測す

る方法を研究する。すなわち、 初から、デジタルヒュ

ーマンモデルを仮定して、そのモデルにおいて動力学的

な拘束を満足するような、モデル体節の人体ダイナミク

ス特性を 適化する。また、そのための計測機械システ

ムを試作し、さらにその計測結果を用いて動作自動生成

モデルの試作も行う。本方法が確立されれば、個人の運

動特性に適合する機械システムのデジタル設計による製

品開発が可能となる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人体運動、ヒューマノイドロボット、デ

ジタルヒューマン 

 

［研 究 題 目］ワカサギ越夏にかかわる水質環境につい

て 

［研究代表者］山室 真澄（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］石飛 裕（島根県保健環境科学研究所・

湖沼環境担当主査）・神谷 宏（島根県

保健環境科学研究所・水環境科・主任研

究員）・平塚 純一（島根野生生物研究

会・会員） 

［研 究 内 容］ 

 宍道湖のワカサギは山陰地方の代表的な冬の味覚でる

が、猛暑渇水だった平成6年（1994年）夏に幼魚が大量

に斃死して以来、漁獲量は激減したままであった。この

ため宍道湖漁協は資源量回復を目的に、2000年まで網走

湖産等の発眼卵を大量に導入したが効果はなく、逆に日

本の南限種である宍道湖個体群に遺伝的な攪乱が起きる

可能性を指摘されたため導入を中止し、2003年1月から

は禁漁区の設定や産卵場でのシジミ漁を禁ずるなどによ

り資源量の回復を図っていた。 

 宍道湖漁協が方針を転換した2003年の6月と7月に、近

年にない大量のワカサギ幼魚が宍道湖東部で漁獲された。

そこで宍道湖漁協は、孵化成長した個体群の動向を探る

ため、特に問題とされる夏季の水質環境の調査を企画し、

研究代表者が受託することになった。受託にあたっては、

宍道湖の水理・水質・生態研究に実績のある島根県保健

環境科学研究所に協力を求め、気象変化を考慮して2003

年及び2004年の夏季に計2回調査を行い、合わせて生育

状況の聞き取り調査を毎月行った。その結果、宍道湖の

ワカサギは、大量斃死が起きるような高水温にならなく

ても夏季には成長が止まり個体数が大きく減少すること

と、同様に産卵期の保護を行った2003年と2004年では、
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2004年のほうが夏季の水温が高かったにもかかわらず、

冬季の漁獲量が増加傾向にあることが分かった。 

 これらの事実は、宍道湖で産卵孵化が行われ多数の幼

魚が生育すれば、夏季の損耗があったとしても残存個体

群による漁獲が可能であることを示す。従ってワカサギ

漁の復活を図るならば、今後もさらに産卵期の保護を徹

底すべきである。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］ワカサギ、水温、塩分、遺伝的撹乱 

 

［研 究 題 目］英虞湾の水―底泥表面間における物質循

環に関する研究 

［研究代表者］左山 幹雄（環境管理研究部門） 

［研究担当者］左山 幹雄  

［研 究 内 容］ 

 三重県科学技術振興センター水産研究部が中核機関と

なって実施する、科学技術振興事業団の地域結集型共同

研究事業「閉鎖性海域における環境創生プロジェクト」

では、英虞湾の環境動態シミュレーションモデルの開発

を目標のひとつとしている。その一環として行われる

「英虞湾の堆積物表層における有機汚濁物質の分解・無

機化過程に関する研究」に必要な現場調査について、機

器を提供し調査手法を指導するとともに、得られた数値

データの取りまとめと解説を行った。また、これまで自

分達で開発してきた沿岸堆積物表層の物質循環モデルを

説明し、英虞湾の環境動態シミュレーションモデルの開

発に協力した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］沿岸堆積物、物質循環モデル 

 

［研 究 題 目］黒鉛材料等の構造解析 

［研究代表者］安達 芳雄（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］安達 芳雄、西久保桂子 

［研 究 内 容］ 

 リチウムイオン二次電池が上市され、10年が経過した。

この間のリチウムイオン二次電池の容量増加は著しく、

特に負極材料の改良によるところが大きい。三井鉱山

（株）では天然黒鉛を基材とし、その表面を CVD 炭素

で被覆した黒鉛／炭素複合型負極材料を開発してきた。

本研究においては、等方性炭素、および等方性炭素を

CVD 炭素で被覆した負極材料について、充電途中、お

よびフル充電の7Li-NMR スペクトルの測定を行い、負

極材表面でのリチウムイオンの等方性炭素への析出の様

子から等方性炭素の構造について考察した。 

 等方性炭素の7Li-NMR のスペクトルでは、室温では

充電途中で1.57ppm にフル充電では100ppm ほどにピ

ークが観測される。これは充電量が増えてくると炭素層

間中以外に等方性炭素のミクロポアに金属リチウムのク

ラスターが生成し、この2種類のサイトの Li 原子が共鳴

周波数（約100MHz）よりも早く交換していることを示

している。そこで、炭素層間中の7Li のピーク値である

1.57ppm と金属リチウムの262ppm の値に、それぞれ

の存在割合を掛けて75.92ppm とすれば金属リチウムク

ラスターの割合を算出できる。その結果、等方性炭素で

は約28.5%、CVD 被覆等方性炭素では約30%が金属リ

チウムクラスターと推測された。このことから、等方性

炭素では約28.5%のミクロポアが存在すると考察された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］リチウムイオン二次電池、7Li-NMR、 

炭素 

 

［研 究 題 目］3次元計測装置のトレーサビリティに関

する研究 

［研究代表者］高辻 利之 

［研究担当者］黒澤 富蔵（計量標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 人体形状計測装置を使った計測結果に対して、いかに

してトレーサビリティを確保するかについて調査研究を

行った。 

 まず始めに現状についての調査を行った。具体的な調

査項目は、現在どのような手法が使われているか、計量

標準および工業標準についてはどのような制度・規格が

あるのか、および不確かさの算出方法及び関連の工業標

準規格についてである。 

 次に実際に測定結果にトレーサビリティを確保する方

法の提案を行った。具体的には、装置のセッティングに

トレーサブルなゲージを使い、装置のセッティングによ

る影響を評価し、さらに環境による影響を評価すること

などである。 

 さらに精度評価の方法について提案を行った。実際使

用するゲージとしては、測定対象に近い形状を持つゲー

ジとシンプルな幾何学形状を持つゲージが考えられる。

また実際に市販されているゲージについても調査を行っ

た。非接触式測定機の場合、ゲージの色や表面状態が大

きな誤差要因となるため、この点についても検討した。 

 後に得られた結果の不確かさを算出する方法につい

ても考察し、トレーサブルな測定を行う手順としてまと

めた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］トレーサビリティ、人体形状計測、三次

元形状計測 

 

［研 究 題 目］水素安全利用等共通基盤技術開発－水素

に関する共通基盤技術開発－水素用材料

基礎物性の研究－水素特性試験装置の開

発及びそれを用いた水素用材料の基礎物

性評価 

［研究代表者］福山 誠司（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］福山 誠司、安 白、横川 清志、 

瀧口 邦子 
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［研 究 内 容］ 

目的：水素を安全に利用するための技術開発を行うと共

に、安全性の確保を前提とした燃料電池に係わる包括的

な規制の再点検に資する各種材料の技術開発や特性デー

タ取得を行い、民間事業者等が主体となって行う技術基

準案や例示基準案の作成等につなげる。 

研究計画：今まで行ってきた高圧ガス下での材料試験装

置開発の経験を踏まえ、原型モデルである70MPa 級水

素特性簡易試験機をベースに、後期から実施する予定の

70MPa 級高圧下試験のための、圧力シールの構造再検

討、試験機改造や試験方法の提案、検証を進める。平成

15年度は、特に、35MPa 級の高圧水素ガス環境下での

材料基礎物性値の試験機関間の再現性、試験法の妥当性

を検討する。 

研究進捗状況：オーステナイト系ステンレス鋼である

SUS304、SUS316、SUS316L および SUS316LN、アル

ミ合金である A6061-T6および低合金鋼である SCM440

について室温、70MPa までのアルゴン中および水素中

で引張試験を行い、水素環境脆化に及ぼす水素圧の影響

を検討した。また、100MPa 級水素特性試験装置の開発

を検討した。 

① 70MPa での水素脆化評価 

(1) 圧力平衡器を有する高圧水素雰囲気中材料試験装

置は摩擦力があるにもかかわらず試験片に負荷され

る荷重を十分測定できることが認められた。 

(2) SUS304、SUS316、SUS316L および SUS316LN
の水素環境脆化は、水素圧の増加と共に増加した。

水素中では、SUS304、SUS316、SUS316L および

SUS316LN では歪み誘起マルテンサイトラスに沿

った脆性的な粒内破面が観察された。A6061-T6で
は70MPa 水素中とアルゴン中の引張性質に差異は

認められなかったが、SCM440の水素環境脆化は大

きかった。 

② 100MPa 級水素特性試験装置の開発 

(1) 特許出願しているフリーピストン型の90MPa 水

素特性試験装置を開発中である。 

［分 野 名］環境・エネルギー、社会基盤（標準） 

［キーワード］データベース、金属材料、引張性質、室

温、高圧水素 

 

［研 究 題 目］革新的“界面制御鋳ぐるみ”プロセスに

よる掘削用新規超硬ビットの実用化研究

開発 

［研究代表者］岡田 三郎（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］宮内 秀和、今出 政明 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトで開発している超硬チップは、WC
（タングステンカーバイト）と Co（コバルト）の複合

材料であるが、チップの内部に含まれる WC や Co の分

散状況によって強度に大きな違いが発生する。このため、

製品の信頼性を向上させることを目的として、超硬チッ

プの超音波伝搬波形を測定し、非破壊方式による Co の

分散量や WC の平均粒径の測定法を検討した。 

 Co の分散量測定においては、焦点型超音波プローブ

を二次元走査しながら超硬チップの底面反射波を測定し、

超硬チップの音速と分散粒子の体積率に相関関係がある

ことを利用して、超硬チップの音速から Co 含有率の二

次元分布を求めた。その結果、Co の含有率は、±3%以

下の誤差で測定できることが明らかになった。WC の平

均粒径測定においては、複合材料を透過した超音波のパ

ルスの幅が平均粒子径の増加とともに増加することを利

用して、超硬チップを透過した超音波の伝搬時間および

波形の歪みを解析することにより、刃先を高靱性化した

超硬チップの WC 粒子の粒径を非破壊評価する方法を

提案した。WC 粒径を推定した結果、20%以下の測定誤

差で定量的に測定できることが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超音波、非破壊検査、含有率 

 

［研 究 題 目］Development and evaluation of an 
electron-ion coincidence analyzer using 
a compact polar-angle-resolved time-of-
flight ion mass spectrometer with four 
concentric anodes 

［研究代表者］小林 英一(計量標準研究部門) 

［研 究 内 容］ 

 2003年8月25日から29日にわたってアメリカ合衆国サ

ン フ ラ ン シ ス コ で 開 催 さ れ た 8th International 
Conference on Synchrotron Radiation Instrumentation 
(SRI2003)(放射光機器国際会議)へ出席し、新しく開発

した電子-イオンコインシデンス分光法についての研究

成果の発表を行った。また放射光を利用した新しい分析

技術の開発動向についての調査を行った。ナノスケール

領域の現象の観測や超高速現象を実時間測定する研究に

関する報告例が目立った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］放射光、表面分析、光電子分光、イオン

分光 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（軽金属の省エネルギー型高効

率射出成形加工技術の開発） 

［研究代表者］三輪 謙治（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］三輪 謙治、安江 和夫、阪口 康司、 

田村 卓也 

［研 究 内 容］ 

（目標及び研究計画） 

 アルミニウム合金、マグネシウム合金等の軽金属の成

形加工において、ランナレス化により、成形後に除去す

る不要部分を減らして、材料歩留りを向上し、また、セ
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ミソリッドプロセスを利用して、製品品質の向上を図る

と共に、省エネルギーにも貢献する射出成形加工技術

（「ランナレス射出成形法」）を開発する。平成15年度は、

ランナレス成形機と同じシステムを持つセミソリッド試

験機を試作し、固液共存状態における成形加工条件の調

査を行うこととした。素材インゴット丸棒を挿入容器に

入れ、これが射出シリンダー（加熱筒）直下に移動し、

加圧ピストン（ 大10トン）により下方より射出シリン

ダーを経て金型へ圧入されるようになっている。金型は

射出シリンダーの上部に設置され、28トンの型締力で固

定され、素材充填後、2本の15φ×100L の試験片に成形

される。試験片の引張強度等の機械的性質を測定し、そ

の試験片が得られた固液共存状態の成形加工条件（射出

シリンダーの各部温度、固相率、加圧力、金型真空度）

との関係を明らかにすることを目的とした。 

（年度進捗状況） 

 昨年度試作したランナレス成形機と同じシステムを持

つセミソリッド試験機を用いて、固液共存状態における

成形加工条件の調査をおこなった。それに先立ち、セミ

ソリッド試験機内の精密な温度制御技術を確立した。特

に、マグネシウム合金のセミソリッド成形加工のために

は、射出シリンダー内の温度分布を均一にすることが

も重要であるが、連続したシリンダー空間内で400～

600℃までの温度制御をスムーズに行う条件を見出した。

また、TP 材を成形加工する中で、機械的特性に大きな

影響を及ぼす鋳造欠陥対策が重要であった。これに対す

る大きな因子としては、金型内真空化と鋳造方案である

ことがわかった。 

 金型内真空化は、本年度に追加で装備したが、真空漏

れ対策に手を焼いた。本来は、真空用金型として設備し

ないと、真空漏れ対策にエネルギーが割かれてしまう。

金型真空化の効果については、真空化が完全ではないの

で、十分な効果は把握できなかったが、ある程度の知見

は得られた。 

 鋳造方案については、樹脂の成形方案をそのまま踏襲

して行った。アルミニウム合金に対しては問題ないが、

マグネシウム合金のように凝固し易い合金に対しては、

成形条件が非常に厳しくなることがわかった。特に、ラ

ンナー・ゲート部の抜熱を 小限に押さえる方案にしな

いと、そこで凝固が制約されてしまい、金型内への十分

な流動性が確保できない。このため、TP 材中に大きな

鋳造欠陥が残留してしまい、当初の特性が期待できなく

なる。 

 渦巻き式の流動性試験からは、固相率が約50%あって

も、液体状態と同等の流動性が得られることがわかった。 

 その他、成形加工材の特性には、酸化物の影響が大き

いことがわかった。この影響をなくすためには、成形加

工プロセスのみならず、使用するインゴット素材の清浄

度を吟味することが重要である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］セミソリッド成形加工、鋳型充填性、マ

グネシウム合金、ランナレス成形、流動

長 

 

［研 究 題 目］高純度基準物質の開発に関する研究 

［研究代表者］川原 順一 

［研究担当者］小林 慶規（計量標準研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 米国・ロスアンゼルス郊外で2004年3月28日から4月1

日にかけて開催された第227回米国化学会全米大会に参

加し、有機化学部門主催の“分子認識と自己集合”のシ

ンポジウムにおいて“種々の溶媒中におけるフタル酸お

よびフタル酸モノエチルの分子挙動”の演題でオラル発

表を行った。その大略は次の通りである。「分析 HPLC
およびその時間分解測定から、フタル酸およびフタル酸

モノエチルはそれらをよく溶かす種々の溶媒下で、実は

分子会合体を形成していることが示唆された。それに対

しフタル酸ジエチルについてはどの条件下でも会合体の

形成は示唆されなかった。この会合体形成は単量体分子

間の水素結合形成によるものと推定される。これまでフ

タル酸やフタル酸エステル類の溶液中における会合や分

子集合を示唆する報告は一切存在しないことから、簡単

な構造の有機分子の自己集合によるナノ構造体構築の可

能性例として興味深い。」有機化学部門は他に、新しい

反応と方法論、生体模倣化学、複素環と芳香族、天然産

物、酵素阻害剤とアナロ－グ、タンパク質や核酸など、

材料やデバイス、全合成や不斉合成、金属により仲介さ

れる反応、コンビナトリアル化学、等に関するシンポジ

ウムを主催していた。また、大会全体としての 大の眼

目はナノサイエンスであったように思う。各部門で関連

するシンポジウムが開かれるとともに、会長主催で、

「ナノテクノロジーが我々の将来をどのように変えうる

か」に関するコロキウムや「大学やベンチャーそして大

企業におけるナノテクノロジーの事業化」に関するシン

ポジウムなどが開かれていた。 

［分 野 名］標準 

［キーワード］分析 HPLC、分子会合体、フタル酸 

 

［研 究 題 目］量子ナノ金属粒子－絶縁体複合材料の超

高速非線形光－光制御の研究 

［研究代表者］中村 新男（名古屋大学） 

［研究担当者］村上 純一（基礎素材研究部門サブテー

マリーダー）、多井 豊 

外部協力者：越智 康博（名古屋工業大

学学生） 

［研 究 内 容］ 

目標：微粒子の非線形光学特性の量子サイズ効果を明ら

かにするために、サブナノメートルのサイズで単一の大

きさを有する金ナノクラスターを作製することをを第一

の目標とした。さらにそれらのナノクラスターを埋め込
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んだ透明材料の作製技術を開発することも目標とした。 

研究方法：クラスターを作製するときの温度等の条件を

詳細に検討してサイズ分布の狭いクラスターをまず作製

した。さらに、そのクラスターの溶液に分別沈殿法を適

用してサイズを厳密に制御したクラスターを得た。これ

らのプロセスでは、Matrix-Assisted Laser Desorption-
Ionization(MALDI) 法を用いてサイズを評価しながら

それをクラスター作製、サイズ選別にフィードバックす

るという方法を取った。 

結果：上記の方法により、28、42、71、142個の金原子

からなる単一サイズ金ナノクラスターを単離することに

成功した。また、その結果、単一サイズの金ナノクラス

ターの光吸収スペクトルの測定が可能となり、金ナノク

ラスターは構成原子数が百個程度以上で金属的性質を示

すことが明らかとなった。さらにまた、それらナノクラ

スターの非線形感受率の測定も可能となった。 

 クラスターを埋め込んだ材料の開発については、上記

単一サイズの金ナノクラスターをシリカエアロゲル等の

細孔に分散・担持した透明材料の開発に成功した。さら

にまた、あらかじめ水溶性の保護剤を有するナノクラス

ターを作製しておき、それをエアロゲル作製時に添加し

てやることで、ナノクラスターを分散した材料を効率よ

く短時間で作製する技術も開発した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］金クラスター、MALDI、非線形光学特

性、量子サイズ効果 

 

［研 究 題 目］DUP 石炭灰煉瓦に関する研究 

［研究代表者］木村 邦夫（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］木村 邦夫、山田 則行、恒松 絹江 

［研 究 内 容］ 

 産学官共同研究「スループットを 大化する住空間シ

ステム」では、生活の豊かさ W(Welfare)と環境負荷

D(Environmental Damage) の 差 を ス ル ー プ ッ ト

T(Throughput)と定義し、CREST で開発した分散型ア

ンボンドプレストレス理論を用いた乾式工法（SRB-

DUP）による煉瓦造住宅で以て、スループットを 大

化する住空間システムを構築することを目的としている。

これを実現するために、本研究を担当し、SRB-DUP
石炭灰煉瓦の製造に関して検討した。 

 石炭灰の種類、混合割合等の調合設定を行うための前

年度の実験試料（石炭火力発電所の石炭灰、各種粘土

等）にさらに産業副産物等を加え、原料物性測定、石炭

灰配合試料の焼成試験を行った。また、共同研究企業で

焼成された角柱試料23種類について、吸水率・圧縮強

度・焼成収縮率・色調・可視光領域の反射率・研削エネ

ルギー等の物性を測定した。この中から、4種類の配合

を選択し、実寸法の SRB-DUP 石炭灰煉瓦を共同研究

企業で試作し、上記物性を測定し、 終配合比を決定し

た。今後、カラーバリエーションおよび品質の安定性を

確認する。また、SRB-DUP 煉瓦の工業化生産ライン

のプロトタイプとしての可能性を検証する。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］石炭灰、産業副産物、煉瓦、煉瓦造住宅、

カラーバリエーション 

 

［研 究 題 目］ロストコアを用いた自動車用中空部品の

成型に関する研究 

［中 項 目 名］成形金型への金属オキシカーバイドコー

ティングに関する研究 

［研究代表者］門 哲男（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］門 哲男、福田 哲久 

［研 究 内 容］ 

 反応性スパッタリング法により、モリブデンオキシカ

ーバイドのコーティングを金型インサートパンチと同じ

材料の平板 SKH55鋼に行い、密着性の高い製膜条件に

ついて調べた。負バイアスを大きくすれば、皮膜を形成

する結晶の（110）配向性が向上し、ビッカース硬度が

向上するという知見が得られた。被膜のビッカース硬度

は20GPa 以上であり、スクラッチテストによる密着性

の評価では、Ar/CO2の流量比が6/2の条件で60分の製膜

を行った被膜が も密着性が高かった。また、試験片回

転機構で回転させながら、金型インサートパンチにモリ

ブデンオキシカーバイドを均一にコーティングする技術

を開発した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］モリブデンオキシカーバイド、密着性 

 

［研 究 題 目］精密成形・ナノ加工プロセスによる微少

駆動システムの研究開発 

［研究代表者］加藤 一美（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］加藤 一実、三木 健、西澤かおり、 

鈴木 一行、符 徳勝、田中 清高、 

下島 康嗣、細川 裕之、千野 靖正、 

山田 康雄、馬渕 守、小塚 晃透、 

日比野高士、橋本 衷子 

［研 究 内 容］ 

 微小精密成形性・ナノ加工性があり量産性に優れる製

造技術を駆使してアクチュエータ／マイクロ燃料電池か

らなる自立型微小駆動システムを実証し、高付加価値も

のづくりへの応用展開を図る。成果として、環境調和型

スーパースチーム焼成装置の実験装置スケールでの早期

実用化を図る。また粉体焼結製品へのプラント導入は5

年後を目途に実用化を目指す。また5-10年のリードタイ

ム本研究開発の基盤技術による単室型マイクロ固体電解

質燃料電池を組み込んだ微小電気機械システムとして応

用が開ける。 

 本プロジェクトは3つの課題にわけて研究開発を行っ

た。平成15年度のそれぞれの進捗状況を以下に示す。 

① 鉛フリー圧電素子化と性能実証に関する研究開発 
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 テーラードリキッドソースを Pt 箔上に堆積した

CaBi4Ti4O15圧電体膜が分極軸配向することが分か

った。膜厚が0.5�m の圧電体膜の残留分極と圧電定

数はランダムな方位の膜と比較して2倍以上向上し、

膜の圧電定数 d33=30pm/V は配向成長バルクセラミ

ックと同等の値を示すことが分かった。 

② マイクロ金型成形・環境調和シンタリング技術の開

発 

 ニアネットシェイプ精密金型として、硬度ならびに

微細加工性に優れた、バインダー成分を含まないタン

グステンカーバイド金型材料を開発するとともに、燃

料電池に使用する電極成型用金型の放電加工による微

細加工実験を開始した。 

③ 単室セラミック系固体電解質燃料電池のプロトタイ

プの作成と性能実証に関する研究開発 

 電解質シート上に棒状の電極材をプリントして簡易

的な燃料電池を作製し、１．電解質表面の粗度、２．

電極材の幅、３．電極間の距離をパラメーターとして

燃料電池特性への影響を検討した結果、１．電解質表

面粗度が小さいほど、２．電極幅が小さいほど、３．

電極間距離が短いほど、電池性能が向上することがわ

かった。現時点での燃料電池のトップ性能は、粗度3

μm、電極幅0.5mm、電極間距離0.5mm の際に作動

温度600℃で160mWcm-2。 

［分 野 名］環境・エネルギー・ナノテク 

［キーワード］鉛フリー圧電素子、燃料電池、マイクロ

金型成形 

 

［研 究 題 目］誘導加熱による廃タイヤからのスチール

線除去に関する研究 

［研究代表者］安江 和夫（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］安江 和夫、三輪 謙治、阪口 康司 

（産総研）、小川 英雄（（株）アサヒダ

イテック）、伊藤 剛（伊藤鋳工（株））、 

小笠原新三（川吉運送（株））、 

後藤 文男（ダイコー化学工業（株））、

千畑喜一郎（富士電波工業（株）） 

［研 究 内 容］ 

 廃タイヤを3分割し、その分割したトレッド部を誘導

加熱することによって、スチール線を除去する方法につ

いて検討した。さらに得られたゴム部分を機械的に切断

することによりチップ化して、舗装用マットに成形する

方法を検討した。 

 3分割法については、腰の弱いタイヤでは分割が困難

であった。そこで補助ローラーを設置や形状を検討する

ことにより、連続分割を可能とした。誘導加熱では、周

波数の選定、負荷、送り速度、作業温度などについて検

討し作業条件を確立した。さらに加熱後の剥離方法につ

いて、ローラー形状、速度、ローラー表面性状などの検

討を行い、ほぼスチール線除去条件を把握した。チップ

化切断については、パイロットプラントを作成し、自動

化について検討した。また切断能率の改善についても検

討し、実用化への見通しを得た。マット化については、

新たに耐ヒートアイランド用複合マットの試作を行った。

保水基板の材質と成形条件について詳細な検討を行った。

その結果、市販品よりもさらに保水性能が改善された基

板が得られた。この基板へのゴムチップ層の接着につい

て検討した。また、ゴムチップ層の透水性と製造条件等

についても検討した。さらにこの複合マットについて実

用化を目指しフィールド試験を開始した。 

［分 野 名］リサイクル 

［キーワード］廃タイヤ、誘導加熱、舗装マット、ヒー

トアイランド 

 

［研 究 題 目］ハイブリッド型アルミ合金鋳造溶解炉の

開発 

［研究代表者］安江 和夫（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］安江 和夫、三輪 謙治、阪口 康司 

（産総研）、木村与司雄（愛産技研）、 

小川 英雄（（株）アサヒダイテック）、 

神谷 徹志（光生アルミニューム工業

（株）） 

［研 究 内 容］ 

 廃タイヤ燃焼に関する詳細な現状調査・分析を行った。

また、タイヤ燃焼に関する熱分析を行い、乾留条件を把

握した。さらに、燃焼ガスの化学分析、残渣の化学分析、

残渣の溶出試験など、タイヤの乾留燃焼に関する詳細な

基礎試験を行った。得られたこれらの結果を基に、燃焼

装置の概念設計及び基本設計を行い、燃焼試験炉を試作

した。 

 燃焼調査では、直接燃焼方式と乾留方式とがあるが、

ここでは残渣排出量が少ない、乾留方式を採用した。熱

分析では、加熱温度と発生ガス量の関係、詳細に調査し

た。乾留は500℃でほぼ完了する。また乾留ガス燃焼中

は SOX は殆ど排出されないことが明らかとなった。乾

留残渣の燃焼では、その残渣燃焼速度は、送風空気量に

比例した関係を持っており、また、炭化物の消費効率は

空気の当て方によって、微妙に異なることが明らかとな

った。熾き火燃焼残渣の分析結果では、特に埋め立てで

問題となるような元素は検出されなかった。ただし、熾

き火燃焼では、多量の亜鉛酸化物が発生した。 

 試作した燃焼装置を用い、タイヤチップの大きさ、充

填方法と燃焼制御性との関係を把握すると共に、熾き火

燃焼残渣の関係を検討して、標準燃焼条件を決定した。 

［分 野 名］リサイクル 

［キーワード］廃タイヤ、アルミ溶解炉、リサイクル 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（デスクトップイオン打ち込み

装置の研究開発） 
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［研究代表者］堀野 裕治 

（ダイヤモンド研究センター） 

［研究担当者］堀野 裕治（職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代 SiC デバイス製造及びナノサイズ・デバイス

製造に適合する小型・低価格・基板加熱（2インチサイ

ズ、Max.800℃）型デスクトップイオン打込み装置を

研究開発する。 

 本イオン打込み装置のイオン源には、独自の PIG イ

オン源を研究開発して採用する。SiC 半導体基板へ p あ

るいは n 型用 Al、B、N 等のイオン電流が量産プロセ

スを可能にするレベルで得られる PIG イオン源とする。

大加速エネルギーは、100keV（2価イオン；200keV）

とするが、この加速絶縁管には、独自に開発する有機物

絶縁材料を用いる。イオン振り分け装置は、独自のコン

パクト型ウィーンフィルターを研究開発して採用する。

SiC 半導体基板サイズは、現在、2インチ径であり、こ

のサイズで Max.800℃の基板加熱が可能な試料室（到

達圧力1E-5Pa）を製作する。 

 本年度は、加速するイオンの発生に必要なイオン源材

料の調査および電極形状の概念設計、必要なイオンのみ

を選別するイオン振り分け装置としてウィーンフィルタ

ーの概念設計を行った。また、試作中の装置の評価とし

て、実際に SiC やダイヤモンド基板に窒素注入を行い、

その試料への目的イオン以外の不純物の混入の分析を行

い、システム設計へのフィードバックを行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］イオン注入、イオン加速器、SiC 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（光通信用高性能ペルチェモジ

ュールの開発） 

［研究代表者］橋本 等（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］孫 正明、李 昌昊、王 立民 

［研 究 内 容］ 

 熱電変換材料の性能は、その組成、合成雰囲気、組織

の影響を受けるが、これらに関するデータは量的にも質

的にも十分とはいえない。本研究では、組成（基本成分、

添加元素）の影響、組織（結晶粒配向）の影響を中心と

して、データの蓄積、体系化を行い、性能指数4.0×10-3

／K で必要な機械的強度をもった熱電変換材料の開発

を目指す。そのため、熱電変換材料の組成（基本成分、

添加元素）の影響、合成雰囲気の影響、組織（結晶粒

径）の影響などの基礎データを得、必要な機械的強度と

均一な焼結体を得るための焼結条件の検討を行っている。

さらに、結晶粒を配向させるための焼結体の超塑性加工

法を検討している。 

 平成15年度は、熱電変換材料の高性能化のための基本

プロセスおよび条件の検討として、量産化に向いたメカ

ニカルグラインディング-超塑性押出プロセスを中心に、

超塑性押出による脆化の影響を 小限とするための絞部

角度の影響と割型による押出の検討、ベース材より酸素

との親和力が大な元素を導入して、導電性酸化物を形成

させることによる酸素の影響の除去の検討、Te の過剰

添加による焼結時の組成のズレの補正、N-タイプの

適組成の決定を行った。その結果、クラックや曲がりの

無い健全な超塑性押出材を得るための3分割押出ダイス

の形状と寸法を決定した。また、酸素の影響除去のため

の導電性酸化物形成元素 Ge の添加は、P-タイプでは性

能指数を低下させるが、N-タイプでは性能指数に影響

を及ぼさないことを明らかにした。また、P-タイプで

は Te の過剰添加が性能指数改善に効果的であることを

明らかにした。さらに、N-タイプの 適組成を決定し

た。これらの結果として、 大の性能指数は、P-タイ

プで3.3×10-3／K、N-タイプで2.2×10-3／K が得られ

た。当初掲げた挑戦的な高い目標（性能指数4.0×10-3

／K）は達成できなかったが、性能指数改善のための多

くの指針を得ることができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］熱電変換材料、メカニカルグラインディ

ング、パルス通電焼結、超塑性押出 

 

［研 究 題 目］細胞培養用キトサンハイドロゲルの調製 

［研究代表者］相羽 誠一（人間系特別研究体） 

［研究担当者］指輪 仁之 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではキチン及びキトサンが親水性、生分解性を

有することから、細胞培養基材や骨補填材などの生体材

料として応用するためのひとつの形態としてゲルを取り

上げ、各種の方法にてゲル化を行い、その反応条件を検

討した。また、ゲルを凍結乾燥して多孔質材を調製する

ことも試みた。 

 キトサンは酸性水溶液にしか溶けないので、キトサン

を中性の pH でグリシジル基を用いて架橋するために、

アクリル酸の付加による水溶性キトサンをまず合成し、

その後架橋によってゲルを調製した。得られたゲルの圧

縮強度を測定し、調製条件との関係を検討した。マイケ

ル付加反応によってアクリル酸を付加する反応条件を検

討し、pH が7付近で置換度が も高いことがわかった。

さらに置換度は、反応温度が高く、キトサンのアミノ基

に対する当量が多いほど高い傾向にあった。次にグリシ

ジル基によるゲル化について検討した結果、低分子量の

キトサンではキトサンの濃度を3%以上にしなければゲ

ル化しなかった。ゲル化までの時間は架橋剤の量に反比

例し、架橋剤の量が多い程早くゲル化した。調製したゲ

ルは、弾力はあるが、強度において問題が残った。 

 キトサンを無水酢酸によって迅速にアセチル化して、

水素結合によるゲル化を行った。キトサンの濃度及びア

ミノ基に対する無水酢酸の当量が高い程、圧縮強度が上

がった。グリシジル基を用いた架橋反応よりも強度が高
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いゲルを得ることができた。ゲルを凍結乾燥するとスポ

ンジのような多孔質材を調製することができた。これも

強度が高く、柔軟な多孔質材となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、ハイドロゲル、キトサン 

 

［研 究 題 目］電気駆動用電力素子に関する研究 

［研究代表者］奥村 元（パワーエレクトロニクス研究

センター） 

［研究担当者］荒井 和雄、八尾 勉 

［研 究 内 容］ 

 SiC によってパワーデバイスの性能がなぜ飛躍的に向

上するかを整理し、SiC デバイスの国内外の開発状況を

調査した。更に、Si デバイスとの性能比較をもとに、

SiC パワーデバイスの利点を発揮できる応用分野と適用

インパクトについて検討し、特に EV や HEV 用インバ

ータ装置に関して損失低減や小形軽量化の効果の試算を

試みた上、本格的な実用化までに解決すべき課題と開発

シナリオならびに実用化時期について調査した。 

 その結果、1) SiC デバイスは、低損失、高速動作、

高温動作に優れ、Si デバイスの限界を超える次世代の

主力パワーデバイスとして期待できる。2) ショットキ

ーダイオードはすでに製品化が開始された。また、

MOSFET などのスイッチングデバイスでは Si デバイ

スの1/10以下の低損失化が実デバイスで検証され、さら

に1/100化に向けた開発研究が進められている。3) SiC
結晶内の欠陥のためデバイスの電流容量が小さく制限さ

れている。実際のパワエレ機器に適用可能なパワーデバ

イスとして完成するには、致命的な欠陥の同定とそれを

低減した高品質 SiC 結晶成長技術の開発が重要である。

4) SiC デバイスの適用によってインバータ等の変換効

率を2～3%向上できると共に、デバイスの損失低減と高

温動作によって機器のパワー密度を高めて、さらに1/10

程度に小形・軽量化できる可能性がある。等の結論を得

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パワーデバイス、SiC、電気自動車 

 

［研 究 題 目］平成15年度課題対応新技術研究開発事業

（バイオテクノロジーのための顕微鏡用

温度・高精度位置制御ステージ技術に関

する研究開発） 

［研究代表者］水野 敬文（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］水野 敬文 

［研 究 内 容］ 

 本研究は「バイオテクノロジーのための顕微鏡用温

度・高精度位置制御ステージ技術に関する研究開発」の

ための生物学的予備研究および試作機の性能評価を行う

ことを目的としている。本年度はまず、本研究開発の成

果物である水冷式ペルチエ型温度制御装置（4～45℃）

の実用性を評価するために、とくに室温より低い温度で

活動する細胞性粘菌アメーバ細胞および魚類表皮細胞

（ケラトサイト）の運動を生きた状態で観察することを

試みた。実験中、試料室内は設定温度に確実に保たれ、

細胞の活動状態も良好に保たれることを確認した。また、

温度を10℃以下に設定することで、細胞運動を停止させ

ることができた。また、自動追尾機能を評価するために、

現在知られている動物細胞のうち移動速度が も速いと

考えられているケラトサイトを用いて、ソフトウェアの

対象認識機能と顕微鏡 XY ステージの自動制御機能を試

験した。その結果、20倍までの低倍率対物レンズを用い

た観察では、細胞全体を追尾対象に設定してもケラトサ

イトを十分自動追尾可能であった。50倍の対物レンズで

は、細胞内顆粒などを追尾対象に設定すれば、細胞が形

態変化を起こしても自動追尾可能であることが判明した。

本試作機は基本性能において当初の目標を達成している

ことが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］光学顕微鏡、研究支援機器、バイオイメ

ージング 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業(エネルギー変換デバイス用セ

ラミックスナノシートの創製) 

［研究代表者］松沢 貞夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］松沢 貞夫、根岸 信彰、佐野 泰三 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 流動界面ゾル－ゲル法という新規な方法を用いて、酸

化物セラミックスナノシートの高速大量製造法を開発す

る。前駆体の精密な分子設計により、ナノシートの構造

を制御して、エネルギー変換デバイス材料に応用する。 

 小規模な装置を用いて試験的に調製したチタニアナノ

シートの物性評価を行い、その特徴を明らかにした。比

表面積測定結果から、ナノシートの比表面積はおよそ

47m2/g であることがわかった。これは市販の P25光触

媒（50m2/g）と殆ど同じであった。また、電界放射型

走査電子顕微鏡（FE-SEM）の写真から、層構造を形

成していることがわかった。熱分析の結果からは、チタ

ニアナノシートには殆ど有機物が含まれていないことと、

既に結晶化しているために、目立った結晶転移点は見ら

れないことが分かった。光触媒活性は、P25より NOx
除去能力は若干低かったが、触媒自身の絶対表面積に依

存するものと考えられた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノマテリアル、ナノシート、酸化チタ

ン、光触媒 

 

［研 究 題 目］平成15年度戦略的基盤技術力強化事業 

光硬化型ナノ金型に関する研究開発 
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（石英ナノ金型の耐久性評価） 

［研究代表者］廣島 洋（次世代半導体研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 ストレージメディア等の製造にナノスケールのパター

ンを簡便に一括転写するナノインプリントと呼ばれる新

規のリソグラフィ技術が注目されており、特に、光硬化

型樹脂に透明な金型をプレスしながら紫外線で樹脂を硬

化させる「光硬化型ナノプリント」は、室温で微細なパ

ターンを転写できるため熱膨張を抑制でき、高精度な転

写が可能なパターン形成技術として期待されている。光

透過性材料からなるナノ金型を上記デバイスの製造に適

用するためにはいくつかの解決すべき課題がある。当所

においては、石英ナノ金型の高耐久化技術の開発に焦点

を置き、ストレージメディア用石英ナノ金型寿命として

300回以上の耐久性を目標としている。平成15年度にお

いては、石英の表面処理法の調査、表面処理した石英金

型の試作とその耐久性評価を行なった。表面処理剤とし

てアクアフォーブ CF を用いた処理により、未処理の石

英の撥水角が20°程度であるのが、処理後は95-100°に

なり表面に成膜されていることを確認した。この表面処

理剤による剥離力の低減を正確に測定するために、μm
レベルの位置分解能と0.01N 以下の力分解能を有する

引張試験機を用い、剥離試験用試料のその場作製／測定

が行える装置を開発した。表面処理のない石英について

光硬化樹脂 PAK-01との剥離応力を測定したところ、従

来の報告例の3倍の0.47MPa という値が得られ、剥離が

平行を保って行なわれた場合の値が測定できているもの

と考えられた。表面処理した試料では100回の試験で金

型への樹脂の付着は全く起こらず、このときの剥離応力

は0.14MPa であり、未処理に対して約70%以上低い付

着力が維持できていることが分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノインプリント、ナノプリント、光硬

化、ストレージメディア、極微細パター

ン、金型、剥離、耐久性、石英 

 

［研 究 題 目］臨床遺伝子診断用小型解析装置事業化 

［研究代表者］町田 雅之（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］近藤 勧、中村 道大、杉浦 水香 

［研 究 内 容］ 

 目標：血液や唾液などの試料から、DNA の抽出・精

製、増幅、SNPs 検出のための反応、と続く一連の反応

を全て自動で行い、 終解析結果が出力される SNPs
解析完全自動システムを開発する。この分野での解析に

求められる、迅速かつ確定診断に必要な高い信頼性を有

する技術を開発、確立し、完全自動化を実現することに

よってシステムとして完成させる。欧米を含めた大手企

業・ベンチャー企業に先駆けて､臨床検査分野の市場に

投入する。 

 研究計画、年度進捗状況：平成14年度に製作した、

SNPs 自動反応装置 SAR-12を用いて、産総研で開発さ

れたアダプターライゲーション SNPs 検出法の自動化

プロトコールについて評価を行った。これにより、96サ

ンプルの2 SNPs を4時間以内に検査できることが示さ

れた。また、蛍光微小ビーズで磁気ビーズをラベル化し

た分子集合型蛍光識別技術について、蛍光波長と強度に

よる磁気ビーズの識別化には問題がないことを確認した。

さらに、感染症微生物の診断では、1塩基のみ異なる

DNA 断片の特異的検出と定量について、1回の測定で

約100倍のダイナミックレンジを確保できることを明ら

かにした。この技術については、nested PCR を行うこ

とが可能であり、非常に高い感度と正確性が期待できる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］一塩基多型、傾向識別、磁気ビーズ 

 

［研 究 題 目］10Gbps イーサネット・トランシーバ 

LSI の研究開発 

［研究代表者］樋口 哲也 

（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］樋口 哲也、河西 勇二、村川 正宏 

［研 究 内 容］ 

 10ギガビットのツイストペア線等によるイーサネット

通信を実現するトランシーバ LSI の研究開発を目的と

する。従来、イーサネットの普及は、(1)光通信、(2)同

軸ケーブル、(3)ツイストペア線の順で進み、安価なツ

イストペア線での転送が行えるトランシーバ LSI が実

現されて初めて爆発的に普及する傾向を見せている。現

在、10ギガビットイーサは光通信ですらやっとという状

況であるが、IEEE がツイストペア線による10ギガビッ

トイーサの規格化を2002年11月にアナウンスし、我々を

含めて2003年いっぱいにかけて激烈な研究開発競争が世

界規模で行われた。本研究開発はきわめて波及効果が高

く、その成功は次世代の通信インフラを世界的におさえ

る事にもなりかねない。 

 本研究開発では LSI を試作評価し、提案したデータ

伝送方式、および送受信回路構成が、10Gbps イーサネ

ット・トランシーバ LSI において有効であることを実

証した。我々の開発した方式は、10ギガビットイーサネ

ット通信を実現する方式として、非常に有望であるので、

急遽2004年3月の IEEE802.3委員会に新方式として提案

した。3月18日に委員会に提案の結果、技術候補として

残り、5月以降の委員会で、さらに審議が続くこととな

った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］10ギガビット、イーサネット、メタルケ

ーブル、高速データ通信、LSI、自動調

整 

 

［研 究 題 目］あか剤の廃液処理実験 

［研究代表者］徳永 修三（環境調和技術研究部門） 
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［研究担当者］徳永 修三、山根 泉 

［研 究 内 容］ 

 目 標 

 あか弾に含まれるあか剤の燃焼後の排ガススクラビン

グ液に関して、あか剤及び無機ヒ素の分離処理プロセス

の基本設計に必要なデータを得る。 

 研究計画 

 あか剤の微量分析方法を確立する。あか剤を微量含有

する溶液について、吸着によるあか剤の除去実験を行う。

無機ヒ素（亜ヒ酸並びにヒ酸の混合物）を高度除去する

処理法を確立する。硫化→共沈後の処理液に対して、ヒ

素の吸着除去処理法を確立する。 

 年度進捗状況 

 水中のジフェニルクロロアルシン（DA）、ジフェニル

シアノアルシン（DC）、ビスジフェニルアルシンオキサ

イド（BDPAO）は GC-MS 法で微量分析が可能であり、

定量下限値はそれぞれ0.1ppm、0.02ppm、0.5ppm で

あった。水中のジフェニルアルシン酸（DPAA）は、

LC-MS 法により0.05ppm まで定量できた。 

 あか剤関連物質（DC、BDPAO、DPAA）に対して、

13種類の吸着剤のうち石炭を原料とする活性炭が も高

い除去率を示した。その吸着等温線はラングミュア及び

フロイントリッヒモデルに従った。その活性炭10g を充

填したカラムを用いることにより3.8-4.7ppm の BDPAO
溶液約110L を工場排水基準の0.1ppm 以下に処理する

ことができた。 

 4種類の異なる初濃度条件のヒ素溶液について、硫化

水素ナトリウムによる沈殿処理を行った後、上澄み液に

ついて塩化鉄(III)による共沈処理を行った。初濃度

1000ppm のヒ素溶液は0.1ppm 未満にまで除去できた。

硫化水素ナトリウム処理における沈殿の沈降速度は凝集

剤の添加で大きく加速された。また硫化水素ナトリウム

処理後は、残存ヒ素の大部分が As(III)であり、硫化水

素ナトリウムによる As(V)の還元が起こっている可能

性が示唆された。 

 ヒ素(V)イオン吸着除去の 適 pH 領域として、活性

炭では pH5～7と狭く、アルミナでは pH4～7、水酸化

セリウム5では pH10以下の幅広い領域で有効であるこ

とが認められた。ヒ素(V) 大吸着容量の値は、水酸化

セリウム＞アルミナ＞活性炭＞土壌の順であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］あか剤、有機ヒ素、フェニル化ヒ素、吸

着、沈殿、除去 

 

［研 究 題 目］劣化爆薬の特性確認実験 

［研究代表者］松永 猛裕（爆発安全研究センター） 

［研究担当者］岡田 賢、秋吉美也子 

［研 究 内 容］ 

 近年、旧日本軍が中国に遺棄した化学兵器の廃棄処理

が課題となっている。遺棄化学兵器には伝爆薬または炸

薬としてピクリン酸が使用されているが、これが長期間

地中に埋没されるうちに腐食し始め、ピクリン酸と腐食

鉄によりピクリン酸鉄を生成する可能性がある。古い文

献ではピクリン酸金属塩の起爆感度が高いとされている

が、熱的挙動、爆発性などは明確ではない。本研究では、

自然劣化に近い状態でピクリン酸鉄を合成し、その危険

性評価を実施した。 

 自然劣化に近い状態でピクリン酸鉄塩を合成し、危険

性を評価した結果、鉄塩は強固に結晶水を含有し、危険

であるとされる無水塩までは脱水しにくい事が判った。

高密閉状態であれば鉄管が裂ける程度の爆発威力はある

が、起爆感度、爆轟伝搬性ともにピクリン酸に比べると

劣ることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］遺棄化学兵器、爆発、危険性 

 

［研 究 題 目］過冷却融液の磁界中凝固 

［研究代表者］奥谷 猛（物質プロセス研究部門）  

［研究担当者］永井 秀明、中田 善徳  

［研 究 内 容］ 

 無容器状態では過冷却液滴が得られやすく、準安定相

材料などの新材料創製の研究が行われている。一方、融

液中の対流を抑制するために10T 程度の強力な磁場をか

け結晶引き上げ法で高品質結晶の作製が行われているが、

完全に融液内の対流を抑制することはできない。本研究

では、0.1T の弱い磁場中で落下塔で得られる短時間微

小重力環境下で TbFe2の凝固実験を行った結果、冷却過

程では過冷却が観察され、TbFe2などの希土類合金の組

織が磁場の方向に沿ってカラム状構造が発達し、一定の

結晶面のみが成長した材料が得られることを明らかにし

た。得られた TbFe2の磁歪特性は地上で合成したのより

も2倍以上の磁歪率を持つ材料が得られている。TbFe2

は常磁性体で磁化率が非常に小さく、磁場には感応しな

いとされてきた。強磁性体もキュリー温度以上では常磁

性体になるので、外部磁場による影響はなく、組織ある

いは結晶制御に利用とすることはできなかった。微小な

力が大きい効果を示す微小重力環境と弱い磁場を利用し

て組織、結晶配向を制御できることが明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］微小重力、磁歪材、過冷却 

 

［研 究 題 目］軌道上において有効な液体体積計測シス

テムの開発 

［研究代表者］中納 暁洋（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］中納 暁洋、西津 貴久（京都大学）、 

鳥潟 康雄（株式会社前川製作所）、 

山下 智輝（株式会社前川製作所） 

［研 究 内 容］ 

 液体水素や液体酸素といった極低温の液体推進剤の軌

道上での貯蔵・管理において、タンク内液量の正確な把
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握が重要となる。微小重力環境の軌道上では液体と気体

が混在し、地上で用いている既存の液量計測法が使用で

きない。そこで微小重力下において有効な液体体積計測

法の開発を試みた。ここでは微小重力環境下で用いるこ

とが可能な体積計測方法として、閉鎖系容器内で発現す

るヘルムホルツ共鳴現象に着目した。閉鎖系容器でのヘ

ルムホルツ共鳴周波数と液体体積の関係について、音速

やネックチューブ補正長の効果を相殺した理論式を導出

し、その有効性を航空機による微小重力実験で確かめた。

理論式から求めた液体体積は、実際の液体体積に対して

約10%精度以内で一致する結果が得られた。極低温流体

を扱った体積計測として、新測定方法の理論ならびにそ

の検証により音速や容器の幾何学的形状の影響を受けず、

1つのスピーカーで音波の発生、及び集音ができる安価

な計測装置を開発することができ、実用化に対し目処を

つけることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］液量計測、微小重力、ヘルムホルツ共鳴 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（精密成形・ナノ加工プロセス

による微小駆動システムの研究開発） 

［研究代表者］加藤 一実（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］加藤 一実、三木 健、西澤かおり、 

鈴木 一行、符 徳勝 

［研 究 内 容］ 

 アクチュエータ／マイクロ燃料電池からなる自立型微

小駆動システムを実証するため、アクチュエータを構成

する鉛フリー圧電材料の素子化と性能実証を検討した。

鉛フリー圧電セラミックス材料の溶液原料（テーラード

リキッドソース）の合成法、成膜条件、焼成条件が圧電

セラミックス膜の結晶化、微細構造、特性に与える影響

を調べることにより、圧電セラミック膜の作成条件を

適化し、基板上に集積した後の圧電特性がバルク体の

1/10以上を示す鉛フリー圧電セラミックス材料を開発す

ることを目標とした結果、白金箔上に作製した分極軸配

向した CaBi4Ti4O15膜の誘電特性と圧電特性が、ランダ

ムな薄膜と比較して大きく向上することが分かった。ま

た、これまでに報告されている配向性バルクセラミック

スと同等の圧電定数 d33を示すことが明らかになった。

これらの結果から、CaBi4Ti4O15膜のバイモルフ型圧電

素子への適用可能性を明らかにすることができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］非鉛圧電体、バイモルフ型マイクロアク

チュエータ 

 

［研 究 題 目］プログラム方式二酸化炭素固定化・有効

利用技術の開発「高分子膜による CO2分

離技術の開発」 適システムの検討 

［研究代表者］原谷 賢治 

［研究担当者］原谷 賢治、藤原 一郎 

［研 究 内 容］ 

 分離膜は、分離性能、特性に適したシステムを構築す

ることでその性能を 大限に発揮することが可能となる。

開発した分離膜の分離性能、特性を勘案し、当該分離膜

の性能を 大限に発現する為のシステムを検討すること

を目的とする。 

 中空糸膜の芯側に被分離ガスを供給し圧力差で外径側

に透過を行わせる、いわゆるボアサイドフィード型十字

流モジュールを設計解析するために、芯側流動での圧力

損失にハーゲンポアゼイユ式を適用し、ガスの透過速度

式と連立させて解く計算法を考案した。具体的なプログ

ラミングでは連立微分方程式を数値積分する手法を採り、

またハーゲンポアゼイユ式中のガスの粘性は Wilke の

推算法を採用した。モデルケースでの計算として燃焼排

ガスを想定した CO2、H2O、O2、N2よりなる混合ガス

系で計算した。このプログラムにより中空糸膜の内径お

よび長さとの関係で変化する圧力損失が予測でき、圧力

損失が無視できる範囲の中空糸膜のディメンジョンを決

定することができた。二酸化炭素の分圧変化による透過

率の変化を考慮したプログラミングでは、実測データを

基にした透過率と二酸化炭素分圧の関係式を設計式に導

入することを行った。これも同様に燃焼排ガスをモデル

ガスとして計算すると、従来の一定透過率モデルに比較

して必要膜面積の計算結果に数パーセントの違いがあっ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分離膜、膜モジュール設計、圧力損失 

 

［研 究 題 目］多機能を有する超分子錯体光触媒の開発

に関する研究 

［研究代表者］小池 和英（環境管理研究部門） 

［研究担当者］小池 和英 

［研 究 内 容］ 

 二酸化炭素の光還元反応は 低2電子の注入が必要で

あり、従来の光触媒は「電子移動を誘起する光増感剤」

と「二酸化炭素を活性化し、多電子を注入できる触媒」

の組み合わせが必要であった。触媒機能をもつ金属錯体

部位間を多座配位子を用いて有機的に結合させることに

より両機能を備えた高活性光触媒を開発する。 

 光エネルギー集光機能と多電子還元機能をもつ錯体光

触媒の創製を目指して、レニウム多核錯体におけるエネ

ルギー移動・電子移動制御の研究を行う。モデル錯体の

合成およびエネルギー移動・電子移動速度の測定をもと

に、架橋部位の 適化やペリフェラル配位子の修飾によ

る 適化設計手法を明らかにする。 

 錯体ユニット間距離の制御可能なジフォスフィン配位

子を用いたレニウム多核錯体を合成し、ユニット間エネ

ルギー移動挙動を明らかにした。アルキル架橋の場合に

はエネルギー移動速度に対する炭素鎖長依存性の解析か
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ら、双極子－双極子相互作用の寄与が大きいことを明ら

かにした。また、炭素－炭素多重結合を導入した場合に

は顕著なエネルギー移動速度の増加が見られ、電子交換

相互作用の寄与も無視できなくなることを示した。 

 電子吸引性の非常に高い官能基の導入により 高被占

軌道エネルギーを低下させ、錯体ユニット間の電子移動

可能な多核錯体を合成し、高速（>109s-1）の電子移動を

実現した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、錯体、光増感、多電子還元 

 

［研 究 題 目］CO2ハイドレート天盤被覆層のガス封入

性能と安定性の評価研究 

［研究代表者］西尾 匡弘（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡、竹村 文男、坂東 茂、 

宋 永臣 

［研 究 内 容］ 

 海底の環境である低温・高圧条件と海底堆積層直下の

環境を利用した新規の CO2隔離技術の実現可能性を明

らかにすることを目的とする。低温・高圧条件では、水

と CO2の界面でハイドレートが生成されることが知ら

れており、海底直下の堆積層中で人為的にハイドレート

を生成させることができれば、堆積層の強度の補完と貯

留 CO2溶出防止の効果が期待される。そのため CO2ハ

イドレート天盤被覆層の安定性について、想定される温

度、圧力、塩分濃度、CO2濃度等をパラメータとして実

験的に調べる。また、CO2ハイドレート層の安定性評価

モデルに必要な CO2-水系の物性データについて、収

集・整理しモデルの構築を図る。 

 今年度は、地下帯水層を模擬したポーラスメディアに

おける CO2の透過・溶解試験を行った。その結果、CO2

が容易にはハイドレート層を透過できないことがわかっ

たため、更に詳細に CO2の浸透性を調査するための装

置を設計・試作した。評価モデルに必要な物性値として、

独自の高耐圧落球式粘度計測装置を開発し、CO2溶解水

の粘度測定を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］CO2、ハイドレート、CO2海底下隔離 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素の海洋送り込み時挙動に関す

る研究 

［研究代表者］西尾 匡弘（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡、宋 永臣、陳 白欣 

［研 究 内 容］ 

 深度1,000m～2,500m 程度の海洋に、直接液体二酸

化炭素を送り込み、溶解希釈させることによって大気か

ら CO2を隔離する技術の中で、航走船舶から吊り下げ

たパイプを介した深海への CO2送り込み技術、パイプ

先端部のノズルから海洋への CO2放出技術および放出

後の CO2液滴溶解挙動等の事象について、深海条件の

模擬実験装置を用いた検討を行う。特に、洋上からの送

り込み開始時および停止時に想定されるパイプ内での

CO2と他の流体の置換技術について検討する。また、想

定している技術では船舶が移動しながら液体 CO2を放

出させるため、海流およびパイプによる乱れが存在する。

これらの状況下で液体 CO2の液滴径を制御した放出手

法および液体 CO2の微粒化放出による希釈促進手法の

実現可能性についても検討する。今年度は透明樹脂を用

いて観測領域を確保した深海条件模擬装置を設計・試作

し、深海条件における微小液滴放出挙動の観測を継続し

て実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］CO2海洋隔離、液滴、航走船舶、ハイド

レート、超臨界 

 

［研 究 題 目］キャップロックの長期安定性を評価する

ための岩盤の動的力学物性に関する実験

的研究 

［研究代表者］西沢 修（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］西澤 修 

［研 究 内 容］ 

 地震波探査結果に基づく CO2貯留層の状態を把握す

るためには、CO2状態変化による岩石の動的力学物性の

変化を調べることが重要である。この研究によって、地

震波探査結果から地下の CO2状態変化を推定するため

の基本的関係を明らかにする。CO2を含む岩石の弾性波

速度と異方性、波動エネルギー吸収をさまざまの条件で

測定する。空隙の量や形状が異なる岩石の弾性的性質を

実験で調べ、モデル計算と比較し、物性変化のメカニズ

ムを明らかにし、地震波探査データの解釈に利用する。

このため、割れ目を含む岩石の弾性波速度に関するモデ

ル計算と実験とを行い、割れ目の状態変化に伴う弾性波

速度の変化を明らかにし、原因について考察する。 

 地震波は地下岩盤の状態変化に敏感であるので、弾性

波速度など、地震波に対する岩盤の挙動を調べることで

CO2の移動など、隔離状況をモニタリングすることがで

きる。流体に対する高いシール能力が期待されている頁

岩などのキャップロックでは岩石の微細構造に起因する

異方性が強く、地震波速度異方性に着目すれば状態変化

をより高い感度で検出できる。昨年度は岩石を等方性と

して、CO2の状態変化に伴う弾性波速度変化をモデル計

算で調べたが、今回は岩石が異方性の場合の弾性波速度

と異方性の変化に着目する。この目的のため、異方性の

強い頁岩中に割れ目が選択配向した場合の弾性波速度異

方性をモデル計算で求め、CO2が地下の温度・圧力条件

下で、液体、気体、超臨界状態の三つの状態をとった場

合の弾性波速度異方性変化を調べた。キャップロックへ

の CO2漏洩のモニタリングは地震波速度異方性に関す

る挙動変化に着目するのが有望である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］二酸化炭素、岩盤 

 

［研 究 題 目］地中貯留サイト選定のための超臨界 

CO2挙動予測ツールを用いたケーススタ

ディ 

［研究代表者］雷 興林（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］雷 興林、薛 自求（財団法人地球環境

産業技術研究機構） 

（職員1名、その他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地中貯留サイト選定のための超臨界 CO2挙動予測ツ

ールとして開発した三相浸透流解析ソフトウェアに対し

新しい機能を加えて改良と立証計算を行った。改良した

ツールを用いて注入テストサイトを想定したケーススタ

ディを行った。帯水層に圧入された CO2の拡散(ガス

相)や地層水（液相）の挙動について解析した。さらに、

シミュレーション結果に基づいて CO2挙動のモニタリ

ング手法としての弾性波トモグラフィ技術の有効性、条

件、及び限界について検証を行った。実験及び数値計算

によれば CO2注入後かなりの水が残留し CO2の飽和度

が50-70%に留まる可能性が大きい。この場合 P 波速度

の低下量少ないため、モニタリングするのは難しいこと

も予想される。走時差による相対トモグラフィ解析や、

S 波、弾性波の減衰及び比個抵抗を併せて利用する解析

が必要で、そのための解析手法の開発を行った。 

［分 野 名］地球環境工学 

［キーワード］CO2地中貯留、浸透流解析、岩石破壊 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（ゲノム発現解析チップシステ

ムの開発） 

［研究代表者］三宅 淳（ティッシュエンジニアリング

研究センター） 

［研究担当者］太田 英史、三宅 淳 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子相互作用を指標とした、細胞死や分化誘導等の、

新しい細胞プロセス評価システムを開発するため、大規

模・網羅的遺伝子導入に用いる固相系遺伝子導入技術の

改良を目的として研究を行った。具体的には、移植細胞

評価システムとして再生医療の分野で、移植細胞の

Quality control に利用することを目的として、遺伝子

導入の高速化と低コスト化をめざし、以下の3点の技術

を確立すべく下記の内容で研究を行った。 

1) 再現性の高い高効率な遺伝子導入を実現するための

固相系遺伝子導入に汎用的に適用できる固定化ポリマ

ーの開発。 

2) 実用性の高い細胞の評価に目的ごとに必要なプロモ

ーター・プローブ・プラスミドの開発と、チップの作

製、評価、ならびに品質管理システムの確立。 

3) チップ上で遺伝子導入された細胞から遺伝子発現デ

ータを、再現性良く収集することができる蛍光タンパ

ク質の定量的モニタリング技術の確立。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子導入、細胞チップ、固定化ポリマ

ー 

 

［研 究 題 目］生物機能促進（有害物質高度処理）効果

の検証 

［研究代表者］高橋 信行（環境管理研究部門） 

［研究担当者］高橋 信行、益永 秀樹、上桝 勇 

［研 究 内 容］ 

 都市域にある染色事業所では、色度や発泡性などの周

辺環境への悪影響から、将来的にはさらなる処理水の水

質向上が切望されている。そこで、都市域にある染色事

業所からの染色排水を対象にして、オゾン処理による有

機物除去効果、色度除去効果、生物分解性向上効果を検

討するとともに、エネルギー消費の観点からのオゾン処

理の 適処理条件を把握し、オゾン処理と生物処理の併

用による省エネルギー型廃水処理技術を開発する。 

 平成15年度は、実証装置の設置が可能な染色事業所

（主に反応性染料を使用した糸染めを実施）から連続的

に採水を行い、実験室規模でオゾン処理およびオゾン処

理と生物処理の併用による連続処理を行った。処理効果

とエネルギー消費の観点からオゾン処理の 適処理条件

を検討した結果、30分でのオゾン処理が 適であり、こ

の条件でのオゾン処理で染料由来の難分解性有機物（色

度）を90%程度分解でき、有機物総量（TOC）の12～

15%を除去できることを確認した。さらにオゾン処理後

に生物処理を行うことにより、それぞれの単独よりも

TOC 除去量が増加すること、染料由来の難分解性有機

物（色度）を90%程度分解でき色戻りも認められないこ

と、AOXFP が低下することから処理水の安全性も増加

することを確認した。原材料特性からの難分解性物質の

推定では、染料、PVA、Fix 剤などが難分解性物質に該

当することを明らかにした。この結果をもとに処理後の

有機性成分の構成割合を推定したところ、染料の割合は

10%以下であり、大部分は PVA や Fix 剤などであるこ

とがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］難分解性有害物質、染色排水、オゾン処

理、生物処理、色度、生物分解性 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（超臨界 CO2を溶媒とした新規

ドライクリーニングの実用装置の開発） 

［研究代表者］鈴木 明（超臨界流体研究センター） 

［研究担当者］鈴木 明、猪股 博（東北大学）、 

㈱オートランドタカノ、㈱アイテック、

日華化学㈱、日本建鐵㈱、㈱東京洗染機

械製作所、昭和炭酸㈱ 
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［研 究 内 容］ 

 ドライクリーニング技術は、有機溶剤（主に石油系溶

剤）の溶解力を利用した洗浄法が一般的であるが、本技

術は、乾燥工程で使用されるエネルギー量及び大気に放

出される溶剤量が莫大であり、省エネ省資源ならびに環

境問題の観点から多くの問題を有している。これに対し、

超臨界 CO2は無害であるとともに溶解性に優れており、

新規なドライクリーニング洗浄剤として有望である。本

研究開発の目的は、31℃・7.3MPa で容易に超臨界状態

となる CO2の優れた溶解性能、拡散性、浸透性と、温

度と圧力変化による溶媒物性変化を利用した熱駆動ポン

プ（加熱により圧力差を誘起し、これを駆動力として

CO2を吐出）による衣料用ドライクリーニング装置の開

発である。本技術の開発課題は洗浄処理時間の短縮や消

費エネルギー極小化、超臨界 CO2と衣料との接触方式

や助剤開発による洗浄効果の向上及び操作手順の 適

化・自動化による操作性向上等である。 

 平成15年度では、前年度に設計製作した4連吐出器と

冷却能力の増強を行った凝縮器を、現有の試験装置に組

み込んで、4連吐出器の切替タイミングにより洗浄時間

30分で行なうシーケンスを設計し、それに基づいた洗浄

実験を実施し、各種の基礎データを取得した。また、衣

料22kg の処理量と高効率洗浄を実現するための実効内

容積50L の洗浄槽を新規に製作するとともに、洗浄効果

のキーポイントが溶媒循環サイクルへの汚染物質の同伴

であることを明らかにし、その対策として分離フィルタ

ーの効果を実験的に検証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ドライクリーニング、超臨界 CO2 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（ナノサイズ蛍光粒子製造用マ

イクロ流体システムの開発） 

［研究代表者］前田 英明 

（マイクロ空間化学研究ラボ） 

［研究担当者］中村 浩之 

［研 究 内 容］ 

 マイクロ流体システムを用いるマイクロ空間化学プロ

セスの確立に関し、特性の高い蛍光ナノ粒子を10g/day
で製造する技術の確立を目的とし、反応制御法の確立、

反応系の選択、複合ナノ粒子の製造法の確立、流体シス

テムの平行操作法の確立をおこない、それらの結果を元

に CdSe ナノ粒子を工業的にるナノ粒子製造の高度化と

工業的製造法の確立を試みた。その結果、キャピラリー

型マイクロリアクターを用いて CdSe ナノ粒子を製造す

る際、反応温度および滞留時間を調整し、粒子径をコン

トロールする方法を確立し、これにより粒子径約2-5nm、

蛍光波長500-630nm 程度の粒子を任意の大きさで製造

することができるようになった。そして、製造中のキャ

ピラリー内壁への生成物の析出をキャピラリー内壁の表

面処理等により回避する方法をみいだした。さらに、50

本のキャピラリーを平行操作する反応装置を用いて

10g/day の CdSe ナノ粒子の生産を可能にできた。さら

に、マイクロ空間を利用して CdSe ナノ粒子に ZnS を

複合化する技術も確立し、量子収率70%の生成物を得る

ことができた。 

 ナノ粒子生成過程の解明と精密制御技術の確立に関し

て、マイクロリアクターを用いる際の核生成・成長挙動

の解明とそれらの制御による粒径制御法の確立を目的と

し、研究を行った。核生成挙動および粒子成長挙動を調

べ、体積拡散律速成長→オストワルト熟成という粒子成

長挙動であることを確認した。また、反応中の粒子の個

数はほぼ一定であり、LaMer のダイアグラムに即した

粒子成長になっていることをあきらかにし、本法の粒子

成長挙動の解析方法としての高いポテンシャルを示すこ

とができた。さらに、シード粒子の添加による粒子成長

制御をおこない、粒子径制御の一つの新しいプロセスの

提案の可能性を示した。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］ナノ粒子、製造プロセス、CdSe、 

半導体量子ドット、複合粒子 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（医療・環境分析用マイクロフ

ローチップの開発） 

［研究代表者］清水 肇（マイクロ空間化学研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

 本提案研究は、健康診断やその他の末端の医療現場で

簡単かつ安価に使用できる遺伝子 DNA 分析法の開発を

行い、キットなどの使いやすい形式での商品化を目指す

ものである。 

 具体的には、ガンや生活習慣病へのかかりやすさを指

摘し、注意を喚起するための「疾患リスク診断フローチ

ップ」や、特定のウィルスへの感染の有無を調べる「感

染症診断フローチップ」などの開発を目標としている。

さらには、環境ホルモンに代表されるような、ある種の

毒性を持つ特定の化学物質へも対応するため、細胞・微

生物フロー分析デバイスの開発も同時に行う。また、薬

を処方する際に、遺伝的因子から適切な薬の種類や量な

どの情報を得るためのツールという、テーラーメイド医

療を根底で支えるフローチップの開発も行う。これらは、

使用目的は違っても、原理的本質はすべて同じである。 

 本提案研究の特徴は、精度の高さと価格の安さである。

従来法の多くは、固相担体上のプローブ DNA との相互

作用の有無によって検出を行ってきたが、その検出の精

度には限界が見え始めている。このような従来法とは対

照的に、本提案研究では、マイクロ流路を流れる液体が

層流となることを 大限に活用し、プローブ DNA を固

定化しない、完全流れ系の検出システムとすることで高

精度を実現する。現状での基礎的検討では、従来法の10
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倍高精度を達成している。また、マイクロ流路を流れる

溶液の高度な操作による DNA 分子の伸長現象や分子ふ

るい効果などの新しい科学的知見を導入することで、さ

らなる性能向上を目指す。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］μ-TAS、マイクロリアクター、バイオ

センサー、遺伝子診断、マイクロフロー

システム、テーラーメイド医療 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（高リサイクルで安価なごみ焼

却灰のセメント原料化技術の開発） 

［研究代表者］四元 弘毅（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］四元 弘毅 

［研 究 内 容］ 

 都市ゴミ焼却灰をポルトランドセメント（普通セメン

ト）の原料として利用するため、焼却灰中の塩素を除去

する洗浄技術を開発する。焼却灰中には主灰（ボトムア

ッシュ）で0.4～3%程度、飛灰（フライアッシュ）で5

～20%の塩素がそれぞれ含まれる。ポルトランドセメン

トに JIS で許容される塩素量は200ppm であるため、焼

却灰を原料として出来るだけ多く利用するには焼却灰中

の塩素を除去する必要がある。この塩素の多くは水溶性

であり、焼却灰を水洗することによって除去することが

可能であるが、一部の難溶性塩化物の存在によって水洗

後も0.3～1%の塩素が残留する。本研究では、この難溶

性塩化物を可溶化するため、炭酸ガスを併用した都市ゴ

ミ焼却灰の洗浄技術を開発する。研究全体では、脱塩洗

浄のための実証プラントを建設し、自治体の焼却場から

提供される焼却灰を用いて実証試験を実施するが、当所

では、実証プラントの設計及び操業指針を得るためのデ

ータ取得を目的とした基礎研究を分担する。今年度は、

酸溶解の効果、炭酸ガス吹き込み量の効果、酸溶解と炭

酸ガスの併用効果、炭酸ガス吹き込み前の粉砕の効果に

ついて調査し、実証プラントの運転条件を決定した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］焼却灰、セメント、リサイクル 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（Zr-Ni 系アモルファス膜利用

メタノール改質水素製造装置の開発） 

［研究代表者］原 重樹（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］伊藤 直次 原 重樹、黄 紅香 

［研 究 内 容］ 

 水素のみを選択的に透過させることができる膜として

パラジウム合金が知られているが、大変高価なことが普

及の障害になっている。我々はこれに代わる安価な水素

分離膜として Zr-Ni 系アモルファス合金を提案してき

た。本研究開発は、メタノール改質器とアモルファス合

金膜を組み合わせることで、燃料電池に利用可能な高純

度水素を供給するシステムを構築することを目指してい

る。産総研は学術的な研究開発とシステム実証の間のギ

ャップを埋め、本研究開発を効率的に進めることを目的

として、改質模擬ガスを用いた水素分離の実証、アモル

ファス合金膜の長期的安定性の評価等を行った。 

 模擬ガスを用いた水素分離の実証においては、評価の

ための解析ツールの作成、小規模水素透過セルの開発、

アモルファス合金膜評価装置の設計と導入を行い、それ

らを用いて模擬ガスからの水素分離・解析を行った。そ

の結果、アモルファス Zr36Ni64合金膜が充分な耐水素脆

性を有していること、模擬ガスから実際に高純度水素が

得られること等を明らかにした。 

 アモルファス合金膜の長期的安定性の評価としては、

大気中での熱的安定性と水素透過特性の経時変化につい

て調べた。その結果、アモルファス Zr36Ni64を初めとす

るいくつかの合金について17,000時間を超える優れた熱

的安定性を有していることを明らかにした。また、水素

透過速度は時間とともにいくらか低下するが、その原因

が酸化物層等の表面抵抗層の形成にあることも明らかに

なってきた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素分離膜、アモルファス合金、 

Zr-Ni 合金 

 

［研 究 題 目］膜型反応器に用いるメタン部分酸化触媒

に関する研究 

［研究代表者］早川 孝（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］Andrey Tsyganok、稲葉美恵子 

［研 究 内 容］ 

 前年度に優れた活性を示すこと見いだした Ru/ 
MgAlOx 系触媒を中心に、触媒の長寿命化と、混合導

電体膜材料との反応性に関する検討を行い、実用システ

ムの開発指針の集積に資することを目的として、長時間

メンブレンリアクターで活性変化の傾向や透過膜と触媒

担体の反応性を調べるとともに、触媒へ第3成分を添加

して Ru 量減量の可能性等を検討し以下のことを明らか

にした。 

 優れた活性を示すこと見いだした Ru/MgAlOx 触媒

を用いたメンブレンリアクターで1ヶ月間の長時間実験

を行った。メタン転化率は初期の78%から1ヶ月後に

70%となったものの、水素と CO の選択率は95%以上の

高い値を維持していた。酸素透過速度も20ml/min･cm2

以上の値を維持していた。 

 触媒への第三金属の添加効果の検討では、安価な Ni
を MgAlOx 担体に5wt%担持した修飾担体に Ru を担持

したところ、著しい複合効果が現れ、Ru を2wt%から

1/20の0.1wt%に減量しても極めて優れた触媒活性を示

すことを見出した。さらに膜型触媒では Ru 0.5wt%の

触媒でも Ru のみの場合の2wt%に匹敵する触媒能を示

すことがわかった。 



研 究 

(646) 

 以上、プロジェクトが当初目標値として想定した、膜

型反応器の酸素透過速度である20ml/min･cm2を凌駕で

きる触媒およびその調製法を確立することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］触媒、酸素透過膜、天然ガス改質反応、

水素、ハイドロタルサイト、 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（超高齢社会に適応した IT ヘ

ルスケア＆ライフサポートシステムの構

築に関する研究） 

［研究代表者］森川 治（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］森川 治、橋本 亮一 

［研 究 内 容］ 

 従来、緊急通報・生活支援システムで用いられている

端末は、緊急時のボタンと相談のボタンがあるのみで、

相談ボタンを押せばサービスセンターのオペレータと日

常会話をすることはできるものの、積極的に相談ボタン

を押すには抵抗感が残る高齢者も多い。このようなこと

から、緊急時に対する安心感はあるものの、独居高齢者

の孤独感・孤立感までを排除することはできないのが現

状である。そこで、あたかも鏡に向かって話すように、

自分と離れた話し相手と空間を共有できるハイパーミラ

ー手法を用いた全く新しいマルチメディア・コミュニケ

ーション端末を提案する。これにより、高齢者とオペレ

ータとの間のコミュニケーションを向上させるだけでな

く、高齢者同士のコミュニケーション（井戸端会議）も

同時に兼ね備えることで、社会から孤立しがちな独居高

齢者の孤独感の低減や痴呆の進行を遅らせるなどの効果

を目指す。更に、余暇を有意義に過ごせ、社会参加を促

す作用を持ったコンテンツも同時に提案する。 

 平成15年度においては、前年度に開発したプロトタイ

プシステムの有効性を実証するためのフィールド実験を

実施した。また、同時にマルチメディア・コミュニケー

ション端末の製品モデルの試作と製品化ビジネスプラン

を検討した。 

 本プロジェクトのうち産総研では、ハイパーミラーシ

ステムの画像切り出し精度等がコミュニケーションに及

ぼす影響を検討し、ハイパーミラーの有効性について検

証した。そのために、ハイパーミラーにおける対話相手

との共存感・一体感が得られるメカニズムの解析を行い、

それらが画像合成の質にどのように影響を受けるかにつ

いて検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス、情報通信 

［キーワード］遠隔対話、一体感、ハイパーミラー 

 

［研 究 題 目］G-XML 技術を用いた電子地質図の高度

利用化の研究開発 

［研究代表者］村田 泰章（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］村田 泰章、村上 裕、木村 克己、 

湯浅 真人（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 G-XML は、XML（eXtensible Markup Language）
を GIS（地理情報システム）分野に応用し、電子地図

自身やその構成要素、GIS コンテンツを記述すること

を可能にしたプロトコルであり、地図情報や位置関連情

報をインターネット上で容易に記述、通信、交換するこ

とを狙いとしている。G-XML は、平成12年度に JIS
（日本工業規格）化されたが、ISO（国際標準化機構）

に お い て 、 ISO 19136 Geographic Information - 
Geography Markup Language の国際標準化が行われ

ており、この国際標準との整合性を考慮しながら現在も

開発が行われている。本プロジェクトにおいては、地質

図へ G-XML を適用し、デジタル地質図及びその関連デ

ータであるボーリング情報等の提供、流通、高度利用の

促進を図ることにより、知的基盤としての地質情報の高

度化を図ることを目的としたものである。産総研におい

ては、平成15年度は、ボーリングデータの公開に向けて、

作成したデータが公開用データとして妥当なものかどう

かの検証を行った。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］G-XML、地質図、国際標準、電子地図 

 

［研 究 題 目］ハイブリット型センシング技術に関する

調査研究 

［研究代表者］秋宗 淑雄（スマートストラクチャー研

究センター） 

［研究担当者］高坪 純治、津田 浩、遠山 暢之 

［研 究 内 容］ 

 「歪」と「亀裂」を同時に検出する技術の可能性に関

する調査研究として亀裂による弾性波の検知及び亀裂と

歪の同時計測システムを1-3の調査実験により確認した。 

1. 超音波発振モードと FBG センサ応答感度の関係 

 超音波を FBG センサで検出するための基礎的な特

性を調べた。2種類の波と3種類の超音波探触子（波が

構造体に入射するツール）を使用して、超音波を試験

片に入射した結果、いずれのケースも FBG センサに

て検知できることが確認できた。 

2. 「歪」と「亀裂」を同時に検出する技術の可能性に

関する調査研究 

 亀裂による弾性波の検知及び亀裂と歪の同時計測シ

ステムを実験により確認することを目的とし、超音波

検出波形に及ぼす超音波発振周波数と FBG グレーテ

ィング長さの影響および FBG のグレーティング長さ

が超音波の検出に影響があるかを調べた。2種類のグ

レーティング長さを用いて実験した結果、超音波検出

に影響を与えることが確認できた。 

3. 人工欠陥を導入した試験片を用いた超音波試験 

 人工的に亀裂を入れた試験片を用いて超音波による

検出試験を行った。伝搬経路に亀裂が存在する場合、
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亀裂を迂回して超音波が伝搬するため、健全材伝搬時

と比較すると応答に時間遅れが生じ、振幅が小さく低

周波になることが判り、超音波による亀裂検出が確認

できた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］スマートストラクチャー、超音波、光フ

ァイバ、非破壊検査、破壊 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（マイクロデバイスによる微生

物検出システムの開発） 

［研究代表者］鳥村 政基（環境管理研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、鳥村 政基、佐藤 浩昭 

（職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでキャピラリー電気泳動を用いた迅速かつ高感

度な微生物分離検出法を開発してきた一方で、微生物検

査の現場においてはよりハンドリングが簡便でキャピラ

リー構造をマイクロデバイス内に集積化したμTAS
（micro total analysis systems）を用いた検出技術の

開発が期待されている。キャピラリー電気泳動およびμ

TAS による簡易微生物検出システムを構築することを

目的として、微生物の迅速分離に適したマイクロチップ

のデザインニングや測定装置の開発を行った。マイクロ

チップ上で微生物が再現性良く分離検出できるマイクロ

チップの流路形状や泳動溶液組成、さらには電圧印可プ

ログラムの条件を見出した。また、目的微生物の選択的

分離検出を目的とし、特定微生物種を選択的に認識する

モノクローナル抗体を作製し、実用性の評価を行い、特

許を出願した。さらに、こうした抗体を蛍光標識して実

際に使用することから、より安価でメンテナンスが簡便

なマイクロチップ専用の蛍光検出システムの試作機を作

成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マイクロチップ、微生物、迅速分離、電

気泳動 

 

［研 究 題 目］グラファイト的カーボン多面体について

の高圧構造研究 

［研究代表者］飯島 澄男（新炭素系材料開発研究セン

ター） 

［研究担当者］中山 敦子（産総研特別研究員）、 

古賀 義紀、小海 文夫（三重大）、 

平原 香織（名城大） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、粒径300nm の多面体状グラファイト G-
balls の高圧下構造を調べて、グラファイトと比較した。

グラファイトは通常15GPa で6方晶ダイヤモンドに相転

移する。しかし、G-balls は43GPa でも相転移しないこ

とが明らかとなり、concentric で閉殻構造をもつ G-

ball 粒子の幾何学的特徴を反映した高圧物性を示すこと

がわかった。面間距離収縮による異常なπ電子のオーバ

ーラップに伴い、圧力誘起金属化が炭素原子の単一成分

化物質において初めて見つけられた。高分解能 TEM イ

メージから“G-ball”はグラファイト層の閉殻構造をも

つことを確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料  

［キーワード］G-ボール 

 

［研 究 題 目］地下深部の岩盤応力分布に関する数値解

析モデルの開発 

［研究代表者］長 秋雄（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］長 秋雄、楠瀬勤一郎、鈴木 寿志、 

石田 直人 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、応力測定孔で測定された応力値に基づき、

より広域の応力場を評価する数値解析手法を開発するた

めに、文献データの収集・原位置物性測定・地質モデル

の検討・数値シミュレーション・等を実施した。 

 「既存応力測定データの収集・整理・検討」では、国

内62地点の応力解放法により測定された応力データに関

する文献を収集し、詳細な個別データシートを作成した。

応力値と被り深さとの関係を、測定手法別（埋設法・孔

底法・孔径変化法）と岩質別（結晶質岩・堆積岩（硬

岩））に調べた。「応力測定孔の岩盤物性値の検討」では、

孔内水平載荷試験を実施して、応力測定孔の孔壁岩盤の

現位置変形定数を測定した。また、孔内透水試験を実施

し、均一岩盤モデルで透水係数を算出した。算出された

透水係数は、岩盤状況と必ずしも対応していなかった。

「応力測定孔採取ボーリングコアの詳細観察」では、コ

アの亀裂と変質を詳細に記載することで、孔近傍の構造

をモデル化でき、地質構造をある程度の空間的な広がり

で議論することが可能となった。「応力測定孔周辺の3次

元地質構造の検討」では、既存文献資料・応力測定孔コ

アの地質から、応力測定孔周辺の3次元地質構造モデル

を作成した。「応力測定孔での広域応力場を評価するた

めの数値解析モデルの検討」では、応力測定孔を中心に

南北2km・東西2km・深さ1km を解析領域として、3つ

の構造モデルに対して、応力場の数値解析を実施した。

均一地盤モデルでは、境界条件として与えた応力分布が

解析領域内で均一化した。多層構造モデルでは、変形係

数の小さい層が挟まれるときはその上下の層で応力の増

加が見られた。均一地盤に傾斜構造的弱線をいれたモデ

ルでは、構造弱線の内部では応力の擾乱が見られたが、

弱線から離れるにつれ均一地盤と同様な応力場となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］岩盤応力 

 

［研 究 題 目］熱・熱水の影響評価に関する検討 

［研究代表者］玉生 志郎（地圏資源環境研究部門） 
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［研究担当者］玉生 志郎、阪口 圭一、佐々木宗建、 

茂野 博、水垣 桂子、石戸 恒雄、 

中尾 信典、菊地 恒夫、内田 利弘、 

楠瀬勤一郎  

［研 究 内 容］ 

 平成15年度に、以下の項目の文献調査と予備的な解析

を実施した。 

a. 高温地域の地球科学的特性の検討 

① 温泉放熱量に基づく熱異常抽出・特性把握方法に

関する検討 

② 岩石変質データベース構築に関する検討およびデ

ータベース化 

③ 地球科学的特性に関する情報収集および2次元・3

次元可視化 

b. 高温地域の成因の検討 

① 広域流動シミュレーションによる成因の検討 

c. 調査・解析・評価手法の検討 

① 電磁探査による深部構造解析手法 

② 震源データを用いた深部構造解析手法 

③ 放射年代測定法を用いた地熱系の長期変動解析手

法 

 流体地化学に基づく熱・熱水の影響評価手法 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温地域、熱、熱水 

 

［研 究 題 目］Development of Total Recycling 
Technologies for Waste Electric and 
Electronic Appliances 

［研究代表者］小林 幹男（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］遠藤 茂寿、大矢 仁史、四元 弘毅、 

田中 幹也、古屋仲茂樹、日比野俊行、 

西須 佳宏、小山 和也、成田 弘一 

［研 究 内 容］ 

 電気電子機器はそれ自体複雑な構造を有しており、ま

た、非常に複雑な組成を有する素材が利用されている。

このことから、廃電気電子機器のリサイクルには特別な

技術が必要であり、さらに、要素技術を組み合わせた適

正なリサイクルシステム技術の開発が必要である。この

ような立場から、廃電気電子機器のトータルリサイクル

技術の構築を目指した研究を行う。平成15年度において

は、(1)複合素材・部品の単体分離、(2)固体粒子の相互

分離、(3)湿式製錬技術を応用した金属回収、(4)エコマ

テリアルデザイン、等について検討を行った。廃電気電

子機器のプリント配線板を対象に、剥離法及び揺動・ね

じ曲げ法により、銅成分が選択的に分離回収できる可能

性があること、カラム型気流選別機の条件を精密に制御

することにより、粒子の比重差を利用して90%の分離効

率での固固相互分離が可能であること、さらに、湿式製

錬法を応用した新規電解採取法により、1価銅イオンの

電解採取システムにおいて100%の電流効率が得られる

条件があること、等を見出した。また、エコデザインに

ついては、易リサイクル素材として、新規蛍光体・有機

無機複合体の開発の可能性を検討し、また、ウレタンフ

ォームのリサイクルによる利点を精査・評価した。 

［分 野 名］資源循環 

［キーワード］リサイクル、廃電気電子機器、トータル

リサイクル、エコマテリアル、単体分離、

粒子分離、湿式金属回収、エコマテリア

ルデザイン 

 

［研 究 題 目］H15年度大都市における火山灰災害の影

響予測評価に関する研究 

［中 項 目 名］火山灰災害の直接的影響予測システムに

関する研究 

［研究代表者］須藤 茂（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］須藤 茂、駒澤 正夫、斎藤 英二、 

渡辺 和明（職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 目標： 

 わが国の過去の火山灰災害のデータの整理解析、モデ

ル危険火山の解析等により、火山灰災害の産業活動に対

する影響評価とリスクマネジメントを行うために、火山

噴火によって直接的に生じる降灰等の被害の予知・予測

システムを構築する。 

 研究計画： 

 1) わが国の降下火山灰のデータベース作成、2) 降下

火山灰分布予測モデルの作成、3) モデル火山の降下火

山灰予測調査、4) 火山灰災害継続事例の実態調査。 

 年度進捗状況： 

 1) 本年度までに収集整理した計約570ユニットの各降

下火山灰の堆積量データをすべてディジタル化し、デー

タベースを作成した。2) データベースを元に、任意の

地点が将来、ある厚さの火山灰降下を被る確率分布予測

モデルを構築した。3) モデル火山として選定した富士

山について降下火山灰予測モデルを適用した。また、重

力測定により、富士山の 近の活動により形成された地

下構造の情報を得た。富士山中腹の GPS 連続観測装置

をすべてテレメター化し、噴火直前までの山体変動の情

報を的確に取得できるようにした。本年度末の時点では、

異常な変動は認められていない。4) 火山灰災害を想定

していなかった三宅島で、2000年噴火の火山灰被害の実

態調査結果を取りまとめた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］火山灰災害、富士山、山体変動観測、 

GPS、重力測定、三宅島  

 

［研 究 題 目］配位重合用フロー系マイクロミキサーの

開発 

［研究代表者］宮沢 哲（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮沢 哲、坂倉 俊康 
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［研 究 内 容］ 

 本研究ではブタジエン、イソプレン等の共役ジエン系

モノマーの配位重合において、メタロセン系触媒が有す

る立体特異性・リビング重合性を同時に発現しうるマイ

クロフロー系システムを開発することを目的としている。

平成15年度は、マイクロミキサーとチューブラーリアク

ターを連結したマイクロフローシステムを設計・試作し、

重合触媒とブタジエンモノマー溶液の接触において2重

管式 T 字型コネクターが有効であることを明らかにし

た。本マイクロフローシステムは室温下でのブタジエン

のリビング重合を触媒前駆体の活性化から重合開始・成

長までを一貫して行うことが可能であり、反応時間に対

してポリマー収量が比例的に増大することから必要な分

子量のポリマーを必要量安定に合成しうるオンデマンド

型マイクロプラントとして期待される。 

［分 野 名］材料・製造 

［キーワード］マイクロミキサー、ポリブタジエン 

 

［研 究 題 目］海水リチウム採取の実用化技術の研究開

発 

［中 項 目 名］リチウム化合物生産システムの研究開発 

［研究代表者］坂根 幸治 

［研究担当者］坂根 幸治、槇田 洋二、高木 憲夫、 

梅野 彩、楊 暁晶、多田 憲司、 

細川 純嗣、大井 健太、広島大学大学

院国際協力研究科、エムイーシーエンジ

ニアリングサービス株式会社、シバタ工

業株式会社、中国電力株式会社、株式会

社横田工業商会 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、リチウム資源の安定確保に資するため、火

力発電所温排海水を利用するリチウム採取システムの実

用化を目的として、脱着液から高純度無水塩化リチウム

の生産システムを開発し、実験室規模での検討を進めた。

脱着液から不純物を除去するプロセスとして、拡散透析

による塩酸の回収、アルカリ処理によるマンガン、マグ

ネシウムの除去、キレート樹脂によるカルシウムの除去、

無機イオン交換体によるナトリウム、カリウムの除去か

らなるプロセスを考案し、模擬脱着液を用いて各工程の

操作条件を検討した。実際の操作条件は実機の運転によ

り決定する必要があるが、その前段となる大略の操作条

件および物質収支を明らかにできた。リチウム中のナト

リウム、カリウムは分離が困難とされているが、新たに

開発した無機イオン交換体により除去が可能になり、純

度99.999%の高純度塩化リチウムが得られる見通しが得

られた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］海水リチウム採取、吸着剤、高純度無水

塩化リチウム 

 

［研 究 題 目］採掘機器自動化のための環境認識技術に

関する研究 

［研究代表者］皿田 滋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］皿田 滋 

［研 究 内 容］ 

［目標］： 

 坑内採掘機器の自動化・遠隔化を推進するための要素

技術として、切羽の形状、破砕鉱石の性状、機器の自己

位置等の切羽環境情報を収集するためのセンシング技術

についての検討を行い、また、収集データに基づいて切

羽環境情報を統合的に表現するためのモデルの形式・構

造並びに表示方式についての検討を行うことを目的とし

ている。 

［研究計画］： 

 平成13～15年の3ヵ年計画であり、期間内に以下の項

目についての研究を実施する。 

１）国内外の技術動向調査を実施し自己位置及び切羽環

境検知のためのセンシング方式の比較検討を行う。

（H13-15） 

２）センシング方式確立のため実験室内において移動作 

業機器模型にセンサー系を搭載し試験を実施する。

（H13-14） 

３）現場適応性を確認するため現場環境において実規模 

のセンサー系を用いた現場計測実験を実施する。

（H14-15） 

［進捗状況］： 

 平成15年度における研究内容の概要は以下のとおりで

ある。 

 破砕鉱石の堆積形状を計測する方法として両眼立体視

（ステレオビジョン）についての検討を行い、屋外での

実規模堆積（砂利）を用いた3次元形状計測を実施した。

また、屋外における光量の変化に対応する方式を開発し

た。さらに、画像から3次元形状を得るための計算方法

を改良し計算時間の短縮を図った。画像内から破砕岩石

堆積部分を抽出認識する方法について検討を加え、画像

の濃淡変化の分布に基づいた方法により堆積部分の領域

分離を実現した。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］採掘、自動化、形状計測、作業環境モデ

ル 

 

［研 究 題 目］微生物による昆虫の生殖操作機構の解明

と利用 

［研究代表者］深津 武馬（生物機能工学研究部門 生

物資源情報基盤研究グループ） 

［研究担当者］深津 武馬、安佛 尚志、沓掛（高橋）

磨也子、藤井由紀子、陰山 大輔、 

後藤 俊輔、杉村 明子、辰野 聖子、 

周防佐知江、戸塚 典子 

［研 究 内 容］ 
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目的： 

 ショウジョウバエおよび内部共生細菌であるスピロプ

ラズマをモデル系として、雄殺しや細胞質不和合などの

生殖操作や、宿主体内における共生の分子機構に関与す

る遺伝子を同定する。さらにはそれらの遺伝子を改変・

操作することによって、宿主昆虫の生殖表現型や内部共

生系を操作できる系の確立をめざす。 

実施方法： 

 ショウジョウバエにおいて EP 因子をゲノム中にラン

ダムに転移挿入した突然変異系統を多数作成し、その中

から共生細菌による生殖操作が救済される突然変異体を

スクリーニングして、内部共生や生殖操作に関わる宿主

遺伝子群を取得する。さらにはショウジョウバエにおけ

る導入遺伝子の時空間特異的発現システムを利用して、

宿主昆虫の共生系や生殖表現型の操作を試みる。 

進捗状況： 

 ショウジョウバエの EP 因子挿入突然変異体の作製、

スクリーニング、さらには GS 系統の導入とスクリーニ

ングも順調に進行中で、いくつもの内部共生に関わる遺

伝子の突然変異体の候補が単離され、その一部について

は詳しい解析をおこなっている。突然変異体スクリーニ

ングのほかにも、スピロプラズマの個体群動態や、宿主

免疫系との相互作用などといった方面において、興味深

い知見が得られている。さらに、雄殺しスピロプラズマ

の全ゲノム配列の決定も進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫、微生物、内部共生、生殖操作 

 

［研 究 題 目］アジアにおける水資源域の生態系の復元

に関する研究 

［研究代表者］山室 真澄（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］成島いずみ、張 新 

［研 究 内 容］ 

 中海は島根・鳥取両県に位置する汽水湖で、干拓事業

などの影響で沿岸域の人為的改変が著しく、平行して富

栄養化進行し、貧酸素水塊や赤潮の頻繁な出現が問題に

なっている。干拓事業以前の昭和20年代までの中海は、

聞き取り調査によると、海草の一種であるアマモが水深

3m 未満の砂泥底の浅場に繁茂していた。堆積物に有機

物を供給する一次生産者が海草であるか植物プランクト

ンであるかは、湖底堆積物の生元素比や炭素安定同位体

比に影響すると考えられる。すなわち、維管束植物であ

るアマモが主な有機物供給者であれば、植物プランクト

ンよりも炭素に富む比を示すはずである。またアマモ場

では草体が密集するので藻場内では流動が弱まることに

より二酸化炭素が律速しやすく、光合成における炭素の

同位体分別が、植物プランクトンよりも小さい可能性が

ある。本研究ではこのような変化が続成作用を受けても

堆積物に保存されるのかどうかを確認するために、中海

の数ヶ所で柱状堆積物を採取し、堆積物の化学分析を行

った。その結果、アマモが消滅したとされる1950年代前

後で、堆積物の化学指標に変化は認められなかった。比

較のために分析した現生アマモ場の堆積物では、分析に

供した粒子自体にはアマモ生体に特徴的な生元素比は反

映されておらず、難分解性のアマモは生物遺骸として堆

積物に残存する可能性がでてきた。実際、コア堆積物か

らも貝殻や植物片と目される粒子が多少存在したが、そ

れらは従来法では除去して分析する。今後、起源推定や

有機物蓄積量を検討する上で、これら起源不明の生物遺

骸をどう扱うかが課題として残された。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］炭素、窒素、リン、アマモ、安定同位体

比 

 

［研 究 題 目］環境浄化用常温硬化型フラクタル構造光

触媒透明コートの開発 

［研究代表者］垰田 博史（セラミック研究部門） 

［研究担当者］田中 一彦、深谷 光春、渡辺 栄次 

［研 究 内 容］ 

 近年、住宅の密閉性の向上に伴い、かびや雑菌が繁殖

しやすくなり、畳やじゅうたん、建材などから放出され

る防虫剤、防ダニ剤、有機溶剤、ホルマリンなど、さま

ざまな化学物質によって室内の空気が汚染されている。

それによって、シックハウス症候群や化学物質過敏症が

大きな問題となっている。また、農業用ビニールハウス

に使われるビニールフィルムは汚れの付着により真っ黒

になって毎年取り替えられており、大量の廃棄物が発生

し、焼却するとダイオキシンが発生するため、廃棄物の

処理が問題となっている。光触媒を用いると、光のエネ

ルギーを利用してシックハウスガスや汚れなど、ほぼ全

ての有機化学物質を水や二酸化炭素などに分解・無害化

し室内環境を浄化することができる。本研究開発では、

下地なしでコ－ティングでき、光が当たらない状態でも

抗菌性や、空気浄化、超親水性を有するとともに、光の

照射によって抗菌性や、空気浄化、防汚機能をさらに効

果的に発揮する常温硬化型の光触媒コーティング膜を開

発し、開発した環境浄化用常温硬化型フラクタル構造光

触媒透明コ－ティング剤を用いて光触媒壁紙や農業用光

触媒フィルムの開発を行った。本研究開発の具体的目標

値を以下に示す。 

 １．抗菌性能：大腸菌に対して24時間後の生残菌数が

100分の1以下。２．空気浄化性：アセトアルデヒドの除

去率が2時間の光照射後、70%以上。３．超親水性：水

との接触角が10°以下。 

 1は抗菌製品技術協議会の抗菌剤の性能基準であり、2

は光触媒製品技術協議会の光触媒製品の性能基準である。

また、3の水との接触角が10°以下になると、雨によっ

て汚れが洗い流され、汚れが付かなくなり、セルフクリ

ーニングとなる。上記の目的を達成するため、１）環境

浄化用常温硬化型フラクタル構造光触媒コーティング剤
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及びコーティング技術の開発、２）環境浄化用常温硬化

型フラクタル構造光触媒コートの連続生産技術の開発、

３）環境浄化用常温硬化型フラクタル構造光触媒コート

の形態及び性能の評価を行った。光触媒透明コ－トが開

発できるとフィルムやガラスなどの透明な基材にも使用

することができ、応用範囲が大きく広がり、さまざまな

製品に適用することが可能となる。酸化チタン光触媒粉

末を透明液化するためには、酸化チタン光触媒粉末を微

粒子化することと凝集している微粒子を分散させること

が必要である。酸化チタン光触媒粉末が微粒子となって

いても粉末が凝集していると光を散乱して白くなってし

まうので、光を散乱しなくなるように凝集した粉末をば

らばらに分散して透明液化する必要がある。環境浄化用

常温硬化型フラクタル構造光触媒コーティング剤及びコ

ーティング技術の開発においては、高性能の光触媒コー

ティング剤を開発するための実験装置である粒子分散機

及び粒度分布測定機と膜厚試験機（コーター）を導入し、

光触媒の分散を行った。その結果、光触媒粒子を高分散

させることによって光触媒性能を著しく向上させること

ができ、かつ光触媒コーティング剤の透明度を飛躍的に

向上させることができた。これにより、環境浄化用常温

硬化型フラクタル構造光触媒コートを連続生産するため

に必要とされる精度の高い光触媒コーティング剤が得ら

れた。環境浄化用常温硬化型フラクタル構造光触媒コー

トの連続生産技術の開発においては、光触媒壁紙と農業

ハウス用光触媒フィルムを連続生産するため、既存の連

続生産設備の改造を行い、装置の微調整を行いながら不

備な箇所の改善を行って、光触媒コーティング剤を使用

した運転を行い、光触媒壁紙と農業ハウス用光触媒フィ

ルムを連続的に製造することができた。環境浄化用常温

硬化型フラクタル構造光触媒コートの形態及び性能の評

価においては、光触媒コーティング剤を用いて作製した

光触媒コーティング膜の光触媒性能の評価や、透明度、

意匠性、揉み強度、引っかき強度、密着強度、水溶性、

耐摩擦性、曇り具合などの商品素材としての機能評価を

行い、抗菌性能・空気浄化性・超親水性の目標値を全て

クリヤーした画期的な光触媒壁紙と農業ハウス用光触媒

フィルムを得ることができた。本研究開発によって開発

したこれら光触媒製品は、安全、安心、清潔、健康、環

境、省エネ、メンテナンスフリ－等、現社会が要求して

いる数々の利点を有している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］酸化チタン光触媒コーティング膜、光触

媒壁紙、化学物質過敏症対策、光触媒フ

ィルム、防曇、抗菌、空気浄化 

 

［研 究 題 目］縮合ケイ酸塩骨格を基本構造とするメソ

多孔体の合成 

［研究代表者］木村 辰雄（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］木村 辰雄 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ケイ酸骨格中に周期構造を有するメソポ

ーラスシリカの合成手法を開発することを目的としてお

り、その実現は結晶性メソポーラスシリカ合成という未

踏分野を開拓すると同時に、ミクロ構造からナノ構造に

至るまで高度に制御した高機能メソポーラスシリカ触媒

の開発へと発展するものと期待される。 

 層状ケイ酸塩由来の構造ユニットをある程度ケイ酸骨

格中に保持した新規なメソポーラスシリカの生成過程で

は、層内縮合反応、ケイ酸層の折れ曲がり、層間縮合反

応、熱処理過程の脱水縮合反応によってケイ酸骨格内の

周期構造が低下するため、有機修飾技術を利用した層内

縮合反応及び脱水縮合反応の抑制技術の開発を行う。 

 平成14年度までに、隣接したシラノール基の一方を有

機修飾し、層内縮合反応を抑制することを検討した結果、

構造安定性の向上は確認されたが、ケイ酸骨格内の周期

構造保持の実現には至らなかった。平成15年度は、層内

縮合反応の抑制を可能とする有機修飾技術として、隣接

したシラノール基を同時にキャップするという手法を提

案した結果、ケイ酸骨格内に周期構造を保持したメソポ

ーラスシリカの合成に成功した。そのケイ酸骨格中の周

期構造は熱的にも安定であり、固定化した有機基を焼成

除去した後も保持された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］メソポーラスシリカ、ケイ酸骨格、周期

構造保持、有機修飾 

 

［研 究 題 目］粘土鉱物系抗菌剤の材料設計及び構造解

析に関する研究 

［研究代表者］大橋 文彦（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］大橋 文彦 

［研 究 内 容］ 

 本共同研究では無機系抗菌抗黴剤の合成技術を支援す

ることを目的とした上記材料の設計及び機能性賦与を行

う。研究の一環として、層状複水酸化物（LDH）の層

間に植物成長活性を有する試剤を担持した複合体の合成

方法及び物性評価についての研究を行った。原料である

Zn/Al 系 HT には、基底面間隔とそれに起因する

（00l）と、(0kl)回折線が確認された。(00l)回折線か

ら算出された基底面間隔値はギブサイト層を含めて

0.77nm である。植物成長活性を有する試剤をゲストと

して用いた試料の X 線回折図形からは、原料 HT より

も低角度側に（003）回折線が出現し、層間化合物が合

成されたことが確認された。熱重量分析の結果、原料

LDH では200℃付近より直線的な熱重量減少を開始し、

500℃付近まで継続した。200℃で確認されるシャープな

吸熱ピークは、ブルサイト層の脱水酸基及び層間内硝酸

イオンの脱離に起因し、ピーク位置は結晶化度に応じて

シフトする。複合体の示差熱分析の結果より、有機物の

脱離燃焼（300－500℃）による発熱ピークが観測された。
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LDH 層間に植物生長活性物質を担持させることで、層

間内ゲスト化合物の耐熱性が向上することが確認された。

これは層間内ゲスト化合物と、結晶内同型置換によって

正電荷を帯びている層間との静電的な結合力に起因する

ものと推察された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］粘土鉱物、生理活性、層間挿入 

 

［研 究 題 目］高圧水素吸着熱特性解明の研究 

［研究代表者］大井 健太（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］王 正明、楚 英豪 

［研 究 内 容］ 

 本研究は炭素系水素貯蔵材料への水素貯蔵機構を解明

するための吸着熱直接測定方法を確立し、同時に熱測定

から吸着量評価を行う。目標は現存の高温常圧型微少熱

量計を改造し、吸着量の測定精度を決めた上で、吸着量

及び吸着熱の測定データ及び評価手法の信頼性を検討す

る。今年度は現存の高温常圧型微少熱量計を整備し、代

表的な炭素系水素吸蔵材料（活性炭素繊維）への高圧水

素微分吸着熱変化を測定すると同時に、水素吸蔵挙動の

分かっている水素吸蔵合金等他の吸蔵材の結果とも比較

し、測定データ及び評価手法の信頼性を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵、炭素、高圧吸着熱 

 

［研 究 題 目］サンゴ卵からのサンゴ生産による環境保

全技術の開発 

［研究代表者］大井 健太（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］垣田 浩孝、佃 聡子、 

Ramesh Chitrakar、手束 聡子、 

木村 旬子、坂根 幸治、廣津 孝弘、 

大井 健太、鈴木 淳、沖電設計株式会

社、株式会社ゼオ・ゲイト、(財)高温高

圧流体技術研究所 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、サンゴ卵からのサンゴ生産技術を確立し、

サンゴ礁造成に係るエンジニアリングおよびサンゴ移植

技術などの環境保全技術を提供することを目的とし、地

下浸透海水を用いた低コストサンゴ養殖技術の確立のた

め、地下浸透海水の成分特性の解明と海藻成長抑制技術

の開発を目標とした。藻類成長を抑制する栄養塩濃度を

明らかにするため、紅藻類大型海藻の単藻培養株を材料

に温度・光強度・栄養塩濃度による成長試験を行い、海

藻成長抑制因子を解明した。また、海藻抑制因子の吸着

除去の可能な吸着剤の開発を行い、その吸着剤を使用し

た海藻成長試験により抑制効果を実証した。さらに、地

下浸透海水の栄養塩類などの水質分析により成分特性を

解明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］サンゴ生産、サンゴ卵海藻成長 

［研 究 題 目］特徴点と表面形状から人体各部の寸法を

自動計測する技術の開発 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］持丸 正明、河内まき子 

［研 究 内 容］ 

 フィット性の高いものづくりへの要求は高まっており、

近年では、寸法だけでなく体の形状に係るデータへのニ

ーズも多く聞かれるようになっている。特に、アンダウ

ェア、靴、メガネなど身につける製品を提供している企

業ではこうした要望が強くなっている。本事業では、こ

うした高品質の三次元形状計測データを基に、更に、人

間の解剖学的特徴点の座標値を自動抽出する手法を開発

し、これを基に、従来、手??測や人手による特徴点マー

キングによって行っていた寸法計測を自動化し、より効

率的な寸法??測を可能にする。併せて、近年産業でのニ

ーズが高まっている身体形状についても、平均形状の算

出や形状の差違を定量的に比較することを可能にするた

め、身体形状の正規化モデルの開発を行う。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人体形状 

 

［研 究 題 目］バイオマスからのクリーンガス生産基礎

技術に関する研究 

［研究代表者］美濃輪智朗（循環バイオマス研究ラボ） 

［研究担当者］横山 伸也、佐々木義之、花岡 寿明、 

幡野 博之、鈴木 善三、横川 清志、 

藤本 真司、吉田 貴紘、吉田 清英、 

谷口 寛之 

［研 究 内 容］ 

 バイオマスから水素を二酸化炭素吸収ガス化により高

効率で生産する技術開発において、基礎技術に関する研

究を行った。具体的には、１）反応試験、２）カルシウ

ム再生試験、３）ベンチ試験装置検討および運転を行っ

た。 

１）反応試験においては、木材、カルシウム、水を原料

とし、オートクレーブおよびラボ規模の簡易連続装置

中での反応を検討した。反応条件としては木材／カル

シウム／水＝1（炭素）／2／2、反応温度650℃、反応

圧力～50bar を基本とした。500℃以上で熱分解が進

行し、メタン等の副生ガスが生じることが明らかにな

った。反応生成物分布から反応速度を求めた。また、

カルシウムの溶融固化についての検討を行った。さら

に、木材種、カルシウム以外の CO2吸収物質の反応

試験も行った。 

２）カルシウム再生試験においては、熱分析装置（TG）、

電気炉などにより CaO/Ca(OH)2/CaCO3系の各反応

速度を明らかにした。 

３）ベンチ試験装置検討においては、産総研中国センタ

ーに設置した10kg/日規模のベンチ試験装置に関して、
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性能チェックおよびガス化反応チェックのために試験

運転を共同で行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、水素、二酸化炭素吸収ガス

化 

 

［研 究 題 目］水理模型実験による尼崎港の海水交換促

進工法に関する研究 

［研究代表者］山崎 宗広（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山崎 宗広、星加 章  

［研 究 内 容］ 

 海水の流れを制御して海水交換を促進する環境修復技

術や、尼崎港内を例に環境修復技術を実際に適用した場

合の地形変化を考慮し、干潟造成による港内流況への影

響等について水理模型実験により検討する。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］尼崎港、閉鎖性湾、海水交換、浚渫土砂、

地形改変 

 

［研 究 題 目］無機マイクロカプセル成形技術の開発、

インテリジェント化および体系化 

［研究代表者］田口 隆久（人間系特別研究体） 

［研究担当者］藤原 正浩、塩川 久美 

［研 究 内 容］ 

 マイクロカプセルは内部に様々な物質を内包でき、そ

のことにより内包物質の機能を安定化・高度化できるこ

とが期待されている。産業技術総合研究所人間系特別研

究体では、水／油／水系エマルジョンによる無機質マイ

クロカプセルの調製方法（界面反応法）を研究している。

このカプセル形状および膜構造等の性質を制御する技術

は、ナノ機能粒子のカプセル化の実用展開における基盤

技術となる。本研究では、マイクロカプセルの膜材料と

して無機物質を選び、マイクロカプセルの特性のうち、

特に形状、粒子径、カプセル膜の厚さ、膜内に存在する

細孔の構造制御等のマイクロカプセルに関する基盤技術

を体系化することを目指す。 

 界面反応法で得られる無機質マイクロカプセルは、不

安定な水相・油相界面を反応場とするため、得られたマ

イクロカプセルの特性は、調製条件に強く依存する。今

回、種々の調製条件でマイクロカプセルの粒子径や細孔

特性が制御できることを見いだした。例えば、粒子径に

ついては、水／油エマルジョンの容積比により制御でき

る可能性があることを見いだした。さらに、本研究プロ

ジェクトでは、シリカ系や炭酸カルシウム等のマイクロ

カプセルの粒子径、カプセル膜厚、膜内細孔構造への調

製条件の効果を詳細に明らかにするための研究を行って

いる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、マイクロカプセル 

 

［研 究 題 目］天然ガス貯蔵のためのハイドレード製造

技術の開発（ハイドレート結晶構造の多

様性を考慮した製造プロレスの高度化） 

［研究代表者］大村 亮（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、内田 努、海老沼孝夫、 

成田 英夫 

［研 究 内 容］ 

 研究目的： 

 天然ガスから生成されるハイドレート結晶の構造多様

性を考慮し、これまでに例の無い高性能・低コストのハ

イドレート製造システムの開発を目指す。構造 H ハイ

ドレートの生成に関する 近の研究成果に基づき、構造

H ハイドレートを積極的に利用するシステムを構成す

る。 

 上記の 終的な目的のために、産総研では、天然ガス

を模擬した2成分（メタン＋プロパン）、3成分（メタン

＋エタン＋プロパン）混合ガスと大分子ゲスト物質が共

存する系における4相（ガス、大分子ゲスト物質相、水、

ハイドレート）平衡条件を実験的に明らかにする。 

 研究成果： 

 大分子ゲスト物質にはネオヘキサン（以下 NH）及び

tert ブチルメチルエーテル（以下 TBME）の二種を、

天然ガスを模擬する混合ガスには2成分混合ガス

（C1:C3=99:1モル比）及び3成分混合ガス（C1:C2:C3 

=90:7:3モル比）を用い、合計4つの系における4相平衡

条件測定実験を行った。測定範囲は温度274K-283K、

圧力1-3MPa である。 

 2成分混合ガス（C1:C3=99:1モル比）系では大分子ゲ

スト物質が NH、TBME のいずれに場合においても4相

平衡条件が、純粋メタンと NH あるいは TBME から成

る構造 H ハイドレート生成系の4相平衡条件と測定の不

確かさの範囲において一致することが明らかとなった。

このことから2成分混合ガス（C1:C3=99:1モル比）

+NH あるいは TBME 系における安定なハイドレートは

構造 H であることが強く示唆される。 

 一方、3成分混合ガス（C1:C2:C3=90:7:3モル比）＋

NH あるいは TBME 系における四相平衡条件は、大分

子ゲスト物質を含まない3成分混合ガス系における三相

平衡条件よりも低温高圧となり、その温度－圧力関係の

傾向が構造 H 生成系のそれと大きく異なることが明ら

かとなった。このことから3成分混合ガス（C1:C2:C3= 

90:7:3モル比）＋NH あるいは TBME 系における安定

なハイドレートは構造 II であることが示唆される。ま

た、大分子ゲスト物質を含む系における四相平衡条件が、

大分子ゲスト物質を含まない系における三相平衡条件よ

りも低温高圧となることは、ガスの大分子ゲスト物質相

への溶解度の差に起因するものと考えられる。すなわち、

NH や TBME に対するガスの溶解度はプロパン、エタ

ン、メタンの順に大きいため、3成分混合ガス（C1:C2: 

C3=90:7:3モル比）が系への導入時よりもメタンリッチ
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な組成となるため、平衡条件が低温高圧側にシフトする

と考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］クラスレート水和物、ガスハイドレート、

エネルギー貯蔵・輸送 

 

［研 究 題 目］電気パルス抗体作製法に基づく高感度環

境ホルモンセンサーの開発 

［中 項 目 名］モノクローナル抗体の機能改変、安定化

技術の確立 

［研究代表者］加藤 且也（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、斎藤 隆雄、横川 善之、 

橘樹 淳子、阿知波初美 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質（抗体・酵素・ポリペプチド・増殖因子

等）を始めとする生体関連物質は、その大部分が、温度、

有機溶剤、変性剤などに対しての耐性が非常に低く、そ

のことが生体関連物質を有効な新材料として利用するこ

とに不利な条件となっている。そのため生体物質を様々

な条件下で安定化させる方法を確立する必要がある。タ

ンパク質を安定化させる手法として、固定化やカプセル

化が代表的な例と言える。本研究では、環境ホルモン抗

体の無機多孔体や有機無機複合体を用いた高安定化抗体

カプセル化ナノ粒子の作製とその新たな利用法の確立を

目的とした。前年度決定したゲル化抗体作成法（ゾル－

ゲル法）による環境ホルモン DBP 抗体カプセル化シリ

カゲルの作成とその評価を行った。その結果、高濃度有

機溶媒中や高温度下でのゲル化抗体の活性安定性は、フ

リー抗体と比較すると著しく上昇することが明らかとな

った。またこの高安定性ゲル化抗体をガラスチューブ内

で作成したイムノ担体（抗体固相抽出担体）は、極微量

濃度（500ppb）の環境ホルモン DBP を約75%の効率で

濃縮することに成功した。またこの方法は他の環境ホル

モンである DEHP にも適応可能であることも分かった。

今回作成したゲル化抗体アフィニティーカラムは、これ

まで利用されてきた C18固相抽出法などでは濃縮困難で

あった、微量環境ホルモンの高効率・簡便な濃縮材料と

しての利用が期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］環境ホルモン、バイオセンサー、無機―

有機複合体 

 

［研 究 題 目］希少糖 D－プシコースの製品開発・安全

性・製造に関する研究 

［研究代表者］石川 満（単一分子生体ナノ計測研究ラ

ボ）  

［研究担当者］福岡 聰、田中 芳夫、長瀬 智美、 

大庭 英樹 

［研 究 内 容］ 

 着目した細胞に含まれるタンパク質の発現量とその分

布に対する希少糖効果を DNA チップ技術を用いて解析

し、特異的に発現あるいは発現が抑制されたタンパク質

を探索し同定する。このようにして見出された標的タン

パク質の細胞内動態を、半導体量子ドット蛍光プローブ

法を用いて単一分子レベルで調べることが本研究課題の

目的である。 

 本年度は、(1)褐色脂肪細胞に及ぼす希少糖 D-プシ

コースの影響を、細胞の形態変化および RNA を抽出し

マイクロアレイ分析により遺伝子レベルで調べた。(2)

我々が開発した半導体量子ドットを用いた蛍光プローブ

法を開発するため、量子ドットを表面修飾して水溶性に

し、タンパク質との共役化を検討した。得られた量子ド

ットで標識されたタンパク質について、細胞内における

分布および動態を調べた。 

 上記(1)については、ラットの褐色脂肪細胞は希少糖

プシコースの代謝が困難なため、前駆細胞、分化・成熟

細胞何れも脂肪滴の蓄積は阻害されていた。希少糖は直

接褐色脂肪細胞を活性化しておらず、余剰エネルギーが

脂肪として蓄積されないことが結論された。上記(2)に

ついては、予備実験として我々の開発した量子ドットを

用いて標識したタンパク質分子が、細胞内部に取り込ま

れている様子を捉えることに成功した。量子ドットを用

いた本手法のほうが、市販されている有機色素を用いた

場合と比較して、蛍光強度が強く優れていることが明ら

かとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］量子ドット、蛍光プローブ、褐色脂肪細

胞 

 

［研 究 題 目］マイクロ圧縮成形システムによる細密樹

脂部品の新加工技術開発 

［研究代表者］芦田 極（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

１）目標 

 金型の3次元ナノ加工技術、光学設計技術を軸にガ

ラス材成形加工に係る成形技術、離型技術、及び成形

装置／金型構造を開発の上、これを基礎とした量産化

製造技術を確立する。 

２）研究計画 

 微細格子構造を有する金型へ光学材料を充填し、微

細部分を破壊することなく製品を離型することが可能

な小型精密駆動機構について研究開発を進める。ナノ

インプリンティング装置及びその金型構造（金型材料

及び表面処理法を含む）を製作し、評価を行うことで、

3次元ナノ構造のインプリンティングを安定して行う

ことが可能な機構及び条件等を明らかにする。 

３）年度進捗状況 

 軸対象構造を有する卓上型小型圧縮プレス成形装置

を試作し、基礎的実験が可能なセットアップを構築し

た。装置の評価と要求される制御パターンでの運転を
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実現するために、操作インターフェース及び制御プロ

グラムの改良を進めた。また、衝撃力を利用して成形

品と金型との剥離に関する基礎的実験を行うためのセ

ットアップを構築し、微細構造の破壊を防ぐ離型技術

を確立するための基礎データの解析を行った。 

［分 野 名］材料・ナノテク・製造 

［キーワード］ナノインプリンティング、金型、圧縮プ

レス成形、ガラス成形、微細構造、離型 

 

［研 究 題 目］マイクロ化学プラントを用いた焼酎蒸留

残渣の有効利用技術の開発 

［研究代表者］安部 英一（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］宮崎真佐也 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 焼酎蒸留残渣成分であるクエン酸を原料として、生分

解性プラスチックの原料となる L-乳酸の合成を行うマ

イクロ化学プラントの開発を目的としている。 

研究計画： 

 焼酎蒸留残渣からのクエン酸の抽出・精製技術、乳酸

合成反応に用いる酵素の大量調製法・高次機能化法など

基盤技術の確立および、酵素反応マイクロリアクター構

築のためのマイクロ構造体の設計・試作、リアクターの

再生・再利用のための酵素の可逆的固定化技術の確立等

に取り組む。 

進捗状況： 

 酵素固定化技術の確立においては、独自に開発したジ

スルフィド結合による酸化還元的な可逆固定化方法およ

び Ni 錯体形成による固定化方法では、繰り返しによる

酵素の固定化量の変動や酵素活性の変化は認められず、

本法がマイクロチャネル壁面への酵素の可逆的固定化方

法として有用であることが示された。マイクロ構造体の

デザイン・作製においては、幅320μm、長さ40cm のキ

ャピラリー型マイクロリアクターユニット3種類を作製

した。それぞれのリアクターユニットにクエン酸から

L-乳酸を酵素的に連続合成するために必要な3種類の酵

素を固定した後、これを直列に連結したマイクロリアク

ターユニットを作製して乳酸合成反応を行ったところ、

毎分10ml の流量でも変換率100%のパフォーマンスを得

ることが可能であった。これらを基に、乳酸合成マイク

ロ化学プラントの構築をおこなった。直列3段階の酵素

反応を行うマイクロリアクターを集積しても性能が変わ

らないことを確認するとともに、カートリッジ型の酵素

固定化キャピラリーリアクターを構築することに成功し

た。本技術を用いることにより、年間に1トンの生産を

可能とする、キャピラリーを100本程度束ねたリアクタ

ーの構築が可能となった。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］マイクロ化学プラント、マイクロ化学プ

ラント、マイクロ構造体 

［研 究 題 目］海域環境改善のための炭酸カルシウム化

多孔質体の開発 

［研究代表者］矢野 哲夫（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］内海 明博 

［研 究 内 容］ 

 製鋼スラグを利用した海藻成長用基板材料の開発を行

うため、基板材料の多孔質化、炭酸カルシウム化状態の

評価を行った。炭酸カルシウムは、生体親和性に優れて

おり、多孔質基板における、炭酸化の評価が重要である。

熱分析法によるコンクリートの炭酸化の定量的評価を行

い、製鋼スラグを利用した海藻成長用基板材料の開発指

針を得ることを目標として、共同研究先が合成した製鋼

スラグを利用した多孔質コンクリート基板の表面炭酸化

状態の定量評価を行うこととした。 

 炭酸化の定量的な評価法として、熱重量測定(TG: 

Thermo Gravimetry)と示差熱分析(DTA:Differential 
Thermal Analysis)を用い1)、390℃から660℃付近の吸

熱に対応する重量減を水酸化カルシウムからの水の分解

蒸発、660℃から810℃付近の吸熱に対応する重量減を炭

酸カルシムからの二酸化炭素の分離による重量減と仮定

して測定を行った。脱炭酸した重量減に100.1/44.0をか

けることにより元の炭酸カルシウム量を、脱水した重量

減に74.1/18.0をかけることにより元の水酸化カルシウ

ム量を推定することができた。本プロジェクトで開発し

た炭酸化装置で3時間炭酸化処理をした場合、約20%炭

酸カルシウムの量が多くなっていることが分かった。

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］生物付着、藻、スラグ、炭酸化、多孔質

化 

 

［研 究 題 目］機能性分子キャリアシステムによる植物

経口ワクチンの開発  

［研究代表者］松村 健（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］民間企業3社、国立大学1 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 植物の遺伝子組み換え技術を利用して、鶏原虫病用経

口ワクチン素材の開発を行う。 

研究計画： 

 鶏ロイコチトゾーン原虫病の抗原遺伝子の中でも中和

活性の高いエピトープ部分を同定。当該遺伝子断片を腸

管で感染する下痢症ウイルスのキャプシド蛋白質遺伝子

と結合させ、融合蛋白質として発現可能なように設計・

構築した。この遺伝子が目的通り発現することを確認す

るために、昆虫細胞発現系を利用して融合蛋白質を発現、

抗原抗体反応等で解析を行った。さらに、当該遺伝子を

植物で発現可能なように改変し、アグロバクテリウム法

でジャガイモへ導入し、形質転換体を作出した。 

年度進捗状況： 

 得られた形質転換体での、目的の融合蛋白質発現解析
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を実施した。即ち、抗原虫病抗原エピトープ抗体および

抗下痢症ウイルス抗体の両方を用い、ELISA およびウ

エスタンブロット法で融合蛋白質の発現量および分子量

を同定した。これら融合蛋白質の発現が確認された形質

転換ジャガイモは、閉鎖系温室内で育成し、塊茎を得る

と同時に、葉の凍結乾燥処理を行い、鶏へ飼料と混合後、

自由採餌下で経口投与した。供与後、鶏群の抗体価の測

定を行い、ワクチン効果の判定を行った結果、期待され

るワクチン効果が確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロイコチトゾーン原虫病、経口ワクチン、

組み換え植物 

 

［研 究 題 目］突然変異誘発による新規ヒト疾患モデル

ラットの作製 

［研究代表者］扇谷 悟（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］扇谷 悟、佐原 健彦、栃木 裕貴、 

株式会社トランスアニメックス、株式会

社ジェネティックラボ、北海道大学先端

科学技術共同研究センター、北海道大学

遺伝子病制御研究所 

［研 究 内 容］ 

研究目標： 

 高齢化社会・テーラーメイド医療に代表される高度な

福祉社会を実現するために、ES 細胞が未だ開発されて

いないラットにおいて、治療法開発のための疾患モデル

ラットを作出する。 

研究計画： 

 突然変異誘発物質を投与したラットの中から、候補と

なる突然変異体を一次スクリーニングし、特定の遺伝子

について突然変異を起こしたかどうかを検出し、遺伝子

の変異と遺伝子発現の相関について検討する。 

年度進捗状況： 

 本年度はまず変異原物質を利用して作出した多数の突

然変異ラットから、目的の遺伝子に変異が導入されたラ

ットを効率的に選抜するための方法について検討した。

従来、遺伝子の truncation を検出するための技術とし

て、酵母の ADE2遺伝子を用いたバイオアッセイ法が利

用されていたが、本研究では酵母を利用してより高感度

で簡易・迅速なレポーターアッセイ法を確立した。この

確立したレポーターアッセイ法によってラットのヘテロ

およびホモ突然変異を検出できることを確認した。また、

多数の酵母を同時に形質転換する方法についても確立し

た。 終的に264匹の突然変異ラット採血から調製した

遺伝子を用いて、目的遺伝子が破壊されているかどうか

について検討した。アッセイを行った結果、残念ながら

このラット群には目的の遺伝子が破壊されたラットは見

いだされなかったが、本レポーターアッセイ法はその簡

易性と高い感度の特性により、今後より多くのラットの

スクリーニングに利用できると考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］突然変異、ラット、疾患モデル 

 

［研 究 題 目］海水リチウム採取の実用化技術の研究開

発 

［中 項 目 名］リチウム採取による環境への影響の検討 

［研究代表者］山岡 到穂（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山岡 到保、滝村 修  

［研 究 内 容］ 

 リチウム化合物の国内での安定した継続的確保という

ニーズに対応するため、リチウムの吸着剤を活用して火

力発電所で発電関連書設備を冷却した後に再度海に戻さ

れる温海水からリチウムを吸着させ、さらにリチウム吸

着した吸着剤を化学処理して、金属リチウムの原料にな

る高純度無水塩化リチウムを生産明日留までの実用化技

術を開発する。 

 海水中のリチウムを採取した海水が浮遊性プラクトン

に及ぼす影響を検討したところ、植物プランクトンの増

殖や細胞内成分組成が変化しないことが判明し、また採

取後の海水の組成も殆ど採取前の海水と変化がないこと

などからリチウム採取後の海水は直接生態系に影響しな

いことが判明した。今後、大型生物などへの長期の影響

評価が必要である。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］リチウム、回収、影響評価 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（LPI 法によるナノ形状セラミ

ックスの高純度ガスセンサへの適用） 

［研究代表者］櫻井 宏昭（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］小林 哲彦、木内 正人、櫻井 宏昭 

［研 究 内 容］ 

 LPD 法（液相析出法）および LPI 法（液相充填法）

により規則構造を付与した金属酸化物は、セラミックス

のその形状の制御をサブミクロンあるいはナノオーダー

で行った材料である。本研究では、セラミックスナノ構

造体をこれらの方法により作成し、その局所的反応特性

を評価する。得られた材料の機能性を生かし、揮発性有

機化合物（VOC）に対して高感度、高選択性のナノ構

造薄膜型半導体式ガスセンサとしてデバイス化を目標と

する。 

 ガスセンサにおいては、特に反応面積や反応物質の拡

散が重要な反応のファクターとなる触媒反応と有機分子

の分解過程が選択性や応答性に影響を及ぼす。反応時の

物質拡散に適応させたテンプレート形状を構築し、高次

セラミックスナノ構造体の設計による反応機構を解明し

てゆく必要があり、これを産総研が担当する。 

 本年度は、高次構造を付与した金属酸化物として、酸

化物粉末の表面に LPD 法により薄膜を形成した材料に

ついて、触媒反応特性の検討を行っている。これらの材
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料で VOC 類の酸化反応を行い、薄膜形成の有無及び焼

成温度による反応温度および、生成物の選択性の変化に

ついて検討を行った。 

 今年度得られた中で も特徴的な結果は、VOC 分子

の反応量が CO2、CO 等確認された生成物の生成量合計

を上回る場合があり、このギャップが LPD 法で薄膜形

成した試料に関して著しく観測されたことである。

LPD 法により形成された高次構造に基づき発現した現

象である可能性もあり、次年度における主要な検討課題

である。 

［分 野 名］環境･エネルギー 

［キーワード］ナノ構造、ガスセンサ材料、触媒特性 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（バイオマス繊維／生分解性プ

ラスチックの界面制御型複合材料の開

発） 

［研究代表者］相羽 誠一（人間系特別研究体） 

［研究担当者］中山 敦好、川崎 典起、村木永之介、 

山口真利子 

［研 究 内 容］ 

 非木質系バイオマス繊維を用いて従来よりも安価で高

性能・高機能な生分解複合材料を開発するため、生分解

性プラスチックと竹繊維の複合材料の強度に対する界面

処理剤の影響を調べる。また、複合材料の生分解性を活

性汚泥を用いて調べる。バイオマスと樹脂との複合化に

おける相溶化剤及び界面改質剤としてセルロースエステ

ル、ステアリン酸、コポリエステルエーテル、1,18-オ

クタデカンジカルボン酸ジグリシジルを用い、また、竹

粉末のヘキサメチレンジイソシアネート HDI による前

処理を検討した結果、ステアリン酸の添加もしくは竹粉

末の HDI による前処理が有効であることを見いだした。

ステアリン酸0.3部を生分解性ポリエステル（エンポー

ル）10部と竹粉末3部に混合する割合が 適であった。

竹粉末の HDI による前処理では、引っ張り強度が約

20%向上した。 

 ブレンドの生分解性を活性汚泥により評価した。その

結果、樹脂単体の分解性については、ビオノーレ

（PBSA）の分解はエンポール（PBS）の2倍程度速い

ことが、また、PBST 主体の Biomax の分解性は PBS
程度であることがわかった。また、バイオマス含有量が

ブレンド材料の生分解速度に大きな影響を及ぼすことが

わかった。これは生分解性ポリエステルに比べ、バイオ

マス成分の生分解速度が速いためと考えられる。また、

バイオマスのグリオキサール処理は生分解を抑制する効

果のあることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］竹繊維、生分解性プラスチック、界面接

着、引張強度、活性汚泥分解 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（ポストゲノム解析用マイクロ

HPLC の開発） 

［研究代表者］湯元 昇（人間系特別研究体） 

［研究担当者］達 吉郎、茂里 康、上垣 浩一、 

中村 努、萩原 義久 

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 本地域新生コンソーシアム開発事業全体では、解析の

進む膨大なゲノム情報を元にタンパク質を調製しプロテ

オームからメタボローム解析を推進する手法とゾル－ゲ

ル法によって開発されたマイクロ HPLC カラムを連携

させ、多様なポストゲノム解析にハイスループット分離

分析用デバイスを開発、製品化することを目標としてい

る。その中で産総研は、ポストゲノム解析用システムの

有効性を検証するために必要なモデルサンプルを調製し、

提供することを目標として研究を行った。 

「研究計画」 

 ポストゲノム解析において、実際のプロテオーム解析

では、多数の未知分子を含むため、システムの有効性の

検証が困難であるが、成分に多様性をもつ既知試料をモ

デルとして分析することにより、開発したシステムの有

効性が検証できる。そのため、鎖長の異なるペプチドや

アミノ酸を置換したペプチドの混合物、酵素・蛋白質の

アミノ酸置換体混合物をプロテオーム解析用モデルサン

プル、SNP モデルサンプルとして調製することを計画

した。 

「平成15年度進捗」 

 プロテオーム解析用モデル試料として、神経系で重要

な機能を果たしているαフォドリンの断片ペプチドを設

計し、合成した。また、昨年度調製したアミノ酸を置換

したペプチドを SNP モデルサンプルとして、リン酸化

ペプチド（セリンがリン酸化されたものについては新た

に合成）をフォーカスド・プロテオーム解析用サンプル

として各グループへ提供した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プロテオーム解析、ペプチド、蛋白質 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（新規リボン型デコイ核酸の技

術開発） 

［研究代表者］清末 和之（人間系特別研究体） 

［研究担当者］清末 和之、田口 隆久、藤森 一浩、 

工藤 卓、弓場 俊輔、川崎 隆史 

［研 究 内 容］ 

（目的） 

 ポストゲノム時代には、遺伝子の配列そのものではな

く、遺伝子の機能やその発現制御に関与する転写因子の

機能解明と特許化が重要な役割を果たすことが期待され

る。デコイ型核酸は、遺伝子のオン・オフを制御してい
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る転写因子を特異的に阻害できるため、遺伝子機能を介

する生命現象や病態のメカニズムを解明するのに非常に

有用であり、特に神経細胞の機能を制御することができ

れば、画期的な方法となる。本研究では、他グループに

より、改良されたデコイ型核酸をもちい、神経細胞への

応用を試みる。また、その結果をフィードバックし 適

化を図る。 

（計画） 

 デコイ核酸は、遺伝子の活性化に重要な転写因子を阻

害できるため、生命現象の解明や医用材料開発に有用で

ある。本研究では、デコイ核酸をリボン型化して、試薬

キット化や医用材料としての実用化に必要な、有効性向

上とコストダウンのための技術を開発することを大目的

としている。この研究課題の中、この技術を難易度の高

いとされる神経細胞へ応用への可能性を検討する。 

（成果） 

 実験方法および結果：実験に用いた神経細胞は、ラッ

ト（WisterST）胚齢19日齢より調整した海馬神経細胞

である。これを、7日から4週間培養したものを用いた。

前年度に引き続き、神経細胞へのリボン型デコイのアプ

リケーションの検討をおこなった。A)リボン型デコイ

の神経細胞への導入について：従来型のデコイは核酸導

入試薬を用いないと、ほとんど導入することができなっ

た。デコイ型核酸についても、同様の試薬が必要である

かを検討した。その結果、何も導入試薬を使わずに、神

経細胞へ導入することができることが明らかになった。

細胞内への取り込み機構は不明であるが、実験上、非常

に簡便であること意味する。また、動物等への個体への

投与においてもリボン型デコイを使用することで、導入

することが可能であることを意味する。この結果は当初

に予測していないことであるが、大きな発見である。b.
神経機能制御について：海馬神経細胞は記憶学習に重要

な領域であり、神経機能の代表する特徴を有する。この

神経細胞をもちいて、神経機能に与える効果を検討した。

その結果詳細は特許出願中にて、記載を省略する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］デコイ核酸、遺伝子発現制御、神経機能

制御 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（バイオ医薬デザイン用の高精

度生体高分子機能予測システムの開発） 

［研究代表者］湯元 昇（人間系特別研究体） 

［研究担当者］達 吉郎、清末 和之、川﨑 隆史、 

弓場 俊輔、藤森 一浩、工藤 卓 

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 本地域新生コンソーシアム開発事業全体では、ヒトゲ

ノムプロジェクトの成果を、ゲノム創薬、先端バイオ医

薬品開発（遺伝子医薬、核酸医薬、ペプチド医薬等）、

診断試薬開発などのバイオ産業創出へと効率よく結びつ

けるために、生体高分子を構成する塩基配列やアミノ酸

配列の情報から高精度に機能や活性を予測するためのシ

ステムを開発することを目的としている。その中で産総

研は、ペプチドの詳細な構造解析と機能を予測するため

の基本システムの開発を行う事を目標として研究を行っ

た。 

「研究計画」 

 蛋白質の機能ドメインのデザインを行い、それに従っ

てペプチドを合成して、その立体構造の解析と活性の測

定を行い、配列と構造・機能の相関についての情報の蓄

積を行うことを計画した。 

「平成15年度進捗」 

 バイオ医薬品開発において重要性の高い蛋白質として

キネシンを選択し、立体構造からキネシンの運動機能に

重要なドメインとして微小管との結合部位である K-
loop 部位とキネシンの尾部にある ATPase 阻害活性を

示す部位に対応するペプチド（IAK ペプチド）を選択

し、それぞれペプチドをデザインした。デザインしたペ

プチドを、化学合成により調製したところ、K-loop ペ

プチド及び IAK ペプチドともに、顕著な運動の阻害活

性を示した。 

 また、αヘリックス構造が活性に重要な役割を果たし

ているバイオ医薬品用蛋白質の活性増強を行うために、

安定なαヘリックス構造をもつアミノ酸配列を、αヘリ

ックス予想プログラムとトンネルアルゴリズムの組み合

わせで検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、創薬、ペプチド、蛋白質 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（ゲノム発現解析チップシステ

ムの開発） 

［研究代表者］三宅 淳（ティッシュエンジニアリング

研究センター） 

［研究担当者］太田 英史、三宅 淳 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子相互作用を指標とした、細胞死や分化誘導等の、

新しい細胞プロセス評価システムを開発するため、大規

模・網羅的遺伝子導入に用いる固相系遺伝子導入技術の

改良を目的として研究を行った。具体的には、移植細胞

評価システムとして再生医療の分野で、移植細胞の

Quality control に利用することを目的として、遺伝子

導入の高速化と低コスト化をめざし、以下の3点の技術

を確立すべく下記の内容で研究を行った。 

1) 再現性の高い高効率な遺伝子導入を実現するための

固相系遺伝子導入に汎用的に適用できる固定化ポリマ

ーの開発。 

2) 実用性の高い細胞の評価に目的ごとに必要なプロモ

ーター・プローブ・プラスミドの開発と、チップの作
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製、評価、ならびに品質管理システムの確立。 

3) チップ上で遺伝子導入された細胞から遺伝子発現デ

ータを、再現性良く収集することができる蛍光タンパ

ク質の定量的モニタリング技術の確立。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子導入、細胞チップ、固定化ポリマ

ー 

 

［研 究 題 目］環境汚染物質測定用オプティカルイオン

センサーの創製 

［研究代表者］松永 英之（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］松永 英之、鈴木 敏重、横山 敏郎、 

高橋由紀子、菅野 千晶、 

Tatineni Balaji 
［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、簡便かつ迅速・高精度で自然環境の汚

染物質を検知可能な計測技術の一つである光を利用する

イオンセンサー技術を開発・実用化し、製造業等で問題

となっている代表的な汚染物質であるフッ化物イオンの

簡易計測を可能にする、低コスト簡易迅速計測システム

の実現を目的とする。 

 フッ化物イオンが有機ジルコニウム錯体と選択的に錯

形成する性質を利用し、有機ジルコニウム錯体に配位し

た蛍光試薬とフッ化物イオンとの配位子置換に基づく蛍

光消光反応を計測することにより、現行排水規制値

（8ppm）および現行環境規制値（0.8ppm）よりも低

濃度（0.1ppm）のフッ化物イオンを、溶媒抽出等の濃

縮操作を行わずに、その場（in-situ）で測定可能な試

薬キット及び簡易蛍光光度計を組み合わせた測定システ

ムを開発する。 

 今年度は、水溶性のフラボノール-2-スルホン酸がフ

ラボノールと同様の機能を持つことを新たに発見し、こ

れとジルコニウム錯体の粉末状混合試薬を開発した。新

たに開発した粉末状混合試薬を用いても、数分程度の短

時間で現行環境規制値0.8ppm 以下の検出限界をクリア

する100ppb の計測が可能であることを確認し、特許出

願を行った。 

［分 野 名］環境保全技術 

［キーワード］フッ化物イオン、簡易計測、ポータブル

ケイ光光度計 

 

［研 究 題 目］環境対応型ビデオマススコープ超高速セ

ロミクスロボットの開発 

［研究代表者］平田 静子（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］平田 静子 

［研 究 内 容］ 

 有害化学物質の計測技術の開発として、海水中の有害

金属元素をオンライン?カラム前濃縮／ICPM による分

析手法を開発する。また、有害元素のヒ素化合物を形態

分析するための分離・分析手法を開発する。  

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］ビデオマイクロスコープ、生体成分、質

量分析装置 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（N-アセチルグルコサミン生

産用酵素製剤の効率的生産方法の開発） 

［研究代表者］相羽 誠一（人間系特別研究体） 

［研究担当者］山野 尚子、石川 一彦、指輪 仁之、

伊田小百合 

［研 究 内 容］ 

 N-アセチルグルコサミンは軟骨形成能、そして乾燥

肌を改善し老化を防止する美肌効果を有することから、

食品業界で安価な N-アセチルグルコサミンが期待され

ている。そこで本研究開発では N-アセチルグルコサミ

ンをキチンから環境調和型プロセスで生産するために必

要な酵素の生産技術を確立し、高齢者社会における関節

痛患者の社会参加を容易にし、健康で快適な人間生活に

貢献することを目的とする。現在、N-アセチルグルコ

サミンはキチンの濃塩酸による加水分解反応よって生産

されており、改良すべき点が多い。そこで本研究開発で

はこの生産プロセスを一段で行うために必要なキチン分

解酵素を効率的に生産し、得られた粗酵素製剤を用いた

キチン分解について検討する。 

 Trichoderma viride からのキチナーゼ酵素製剤8.5L
（エンド型キチナーゼ活性=53mU/mL）を約400mL ま

で限外濾過膜で濃縮して2L とした。滅菌したジャーフ

ァーメンターにβキチンフレーク（250g）を加えた後、

70%エタノール水溶液を加えて30分浸すことにより滅菌

した。上記で調製した酵素溶液2L を加え、緩衝液

（pH=4.1）の 終濃度が20mM になるように酢酸緩衝

液を加え、全体の容量を2.3L にして、30℃で攪拌する

ことにより酵素分解を行った。反応溶液を取り出し、遠

心分離（7,000rpm）により未反応のキチンを取り除い

た。次に反応溶液を限外濾過した。濾液を約150mL に

減圧濃縮した。この水溶液にエタノール1.5L を加え4℃

で1日放置して結晶化を行った。結晶を遠心分離により

回収し、エタノールで洗浄後、乾燥し、目的とする N-

アセチルグルコサミンを得た。収率は107g（43%）であ

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］キチン、キチナーゼ、N-アセチルグル 

コサミン、健康食品、酵素分解 

 

［研 究 題 目］平成15年度地域新生コンソーシアム研究

開発事業（バイオマスを原料とした省エ

ネルギー型新規生分解性プラスチック材

料の開発） 

［研究代表者］相羽 誠一（人間系特別研究体） 

［研究担当者］中山 敦好、指輪 仁之、村木永之介、
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伊田小百合 

［研 究 内 容］ 

 石油枯渇後の資源・エネルギー対策や炭酸ガスゼロ・

エミッションシステム構築には、石油を原料とする化学

製品製造の一部を再生可能なバイオマスを原料とする化

学製品製造に置き換えるという、産業構造のシフトが必

要とされている。石油を原料とする化学製品のなかでも

特にプラスチックは生産量が膨大であることからバイオ

ベースに置き換える技術が求められている。本研究開発

ではバイオマスから酵素合成で得られるグルコースポリ

マーを生分解性プラスチックとして製品化していくため

に、化学修飾による置換基導入などによりグルコースポ

リマーの物性と生分解性を制御し、カプセル、フィルム、

シート、繊維、その他成形品をターゲットとして、これ

ら用途に要求される性能と品質を有する生分解性プラス

チック材料を開発する。 

 化学修飾ではアルキル化を行い、水溶性及び非水溶性

の誘導体を得ることができた。活性汚泥を用いたアセチ

ル化グルコースポリマーの生分解性評価を BOD 法によ

って行った。アセチル化度が生分解性に大きく影響して

いることがわかった。 

 また、土壌抽出液を用いた結果でも活性汚泥の場合と

同じ傾向を示した。発生二酸化炭素量に基づく方法も

BOD 法の結果と同様の傾向を示した。 

 これら2つの手法の傾向及び分解カーブのパターンが

一致することからアセチル化グルコースポリマーの生分

解では分解中間生成物が系内に蓄積することなく、速や

かに二酸化炭素にまで資化されることが推察される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］多糖類、生分解性プラスチック、活性汚

泥分解 

 

－民間企業受託－ 

［研 究 題 目］伊方発電所温排水影響調査の高度化に関

する調査 

［研究代表者］高杉 由夫（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］上嶋 英機、高杉 由夫、橋本 英資、 

長尾 正之、他3名 

［研 究 内 容］ 

 四国電力（株）伊方発電所温排水影響調査を高度化し、

省力化、低コスト化を図るため、(1)モートセンシング

技術を用いた温排水影響調査高度化に関する検討、(2)

温排水影響調査結果の活用検討を行った。(1)について

は、温排水影響調査に有効なリモートセンシング技術と

して、飛行船を利用する手法、人工衛星を用いる方法を

取り上げ、情報収集と調査を行った。人工衛星 ASTER
を用いた温排水表面温度の測定では、伊方を撮像した

60km 四方の画像データから、9km 四方の温度画像（空

間分解能90m）を切り出し、発電所周辺の海面温度を調

査した。その結果、雲がなければ、ASTER による観測

が温排水塊の表面温度の計測に有効であることが判った。

(2)については、伊方発電所前面海域における水質デー

タを用いて、伊方海域と瀬戸内海の海洋環境の関連性に

ついて検討した。その結果、伊方発電所前面海域におけ

る水温・塩分の経年変化の傾向は、夏季は安芸灘と、冬

季については豊後水道と同様の傾向を示し、伊方海域が、

瀬戸内海西部海域の水温・塩分の経年変化傾向をよく表

していることが明らかとなった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］発電所、温排水、リモートセンシング、

人工衛星 

 

［研 究 題 目］生体高分子封入技術の開発「蛋白質の封

入条件検討」 

［中 項 目 名］生体高分子封入技術の開発「siRNA の

封入条件検討」 

［研究代表者］小島 正己（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容］ 

 組み換え抗体医薬品、癌抗原などの組換え蛋白質を原

料とする医薬品の開発が進展してきた現在において、細

胞内へ直接生体高分子をデリバリーするシステムの開発

が重要な技術となってきた。神経疾患治療分野のように

治療薬が開発途上にある領域においては、神経細胞へ生

体高分子を直接デリバリーするシステムの開発の期待は

大きく、培養神経細胞はドラッグスクリーニングに有効

な系である。HVJ-E 非ウイルスベクターシステムが蛋

白質などの生体高分子でも培養神経細胞内へのデリバリ

ーが可能であることを昨年度まで報告してきた。本年度

は培養神経細胞への siRNA（small interfering RNA）

の導入を検討した。実験終了後に導入効率を検討するた

め、siRNA にはローダミンラベルを行った。siRNA
（20μM）の HVJ-E への封入は、GenomONE のプロ

トコールによった。作製した siRNA 封入 HVJ-E ベク

ターを1AU/well になるように海馬神経細胞のカルチャ

ーに加えた。添加6時間あるいは24時間後にフレッシュ

な培地に交換しさらに1日培養した。細胞の固定後に神

経細胞の形態を観察するために MAP2（Microtubule-
Associated Protein 2）抗体による蛍光抗体染色を行っ

た。その結果、細胞体と神経突起に siRNA のシグナル

が観察された。つまり、HVJ-E ベクターは siRNA の導

入に関して神経細胞の構造を選ばないと考えられた。こ

の時の siRNA 導入効率を MAP2抗体陽性細胞あたりで

評価した。その結果、ほぼ100%の神経細胞に siRNA の

ローダミンのシグナルが観察された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞、蛋白質、高分子封入 

 

［研 究 題 目］高炉スラグを利用した海砂利代替人工砂

（エコサンド）製造技術の開発 

［研究代表者］埜口 英昭（海洋資源環境研究部門） 
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［研究担当者］埜口英昭、星加章、谷本照己 

［研 究 内 容］ 

 高炉スラグの海砂に替わる新たな人工アマモ場基盤材

としての適応性を評価するため、広島県安浦町の三津口

湾に高炉スラグを主体基盤とする人工アマモ場を施工し、

人工基盤に移植されたアマモの生育をモニタリング、評

価する。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］高炉スラグ、人工砂、アマモ場 

 

３）その他の収入 

－科学技術研究費補助金－ 

［研 究 題 目］操作的意味を保存するプログラム交換の

研究 

［研究代表者］渡邊 宏（システム検証研究ラボ） 

［研究担当者］渡邊 宏 

［研 究 内 容］ 

 操作的な意味を保存するプログラム変換の特徴付け、

および判定条件を構築すること並びに操作的な意味を保

存するプログラム変換をシステム詳細化・抽象化へ応用

することである。 

 15年度は操作的規則の分配則モデルを使い多ステップ

の意味を記述する方法に取り組んだ。従来のモナドと余

点付き函手の分配則を複数合成し、多ステップのモデル

を作る方法を与えた。小ステップから多ステップの意味

が圏論の道具を使って自然に構築できることがわかった。

ここでは、分配則を用いた操作的意味論が従来の操作的

意味論の一般化になっていること、操作的規則のモデル

に余点付き函手を使う妥当性について考察できた。さら

に、二つの操作的規則の合成ができるのに対応して、二

つの分配則が合成できること。等式付きのシンタックス

を持つ言語の操作的規則にも分配則モデルを考えられる

ことがわかった。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］プログラム変換、詳細化、分配則モデル 

 

［研 究 題 目］ディスコティック液晶の単分子膜による

配向制御とナノ構造構築 

［研究代表者］物部 浩達（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 自己組織化能を持つ分子である円盤状液晶分子に焦点

を当て、異方性発現の元となる分子配向を界面を利用し

て制御すること及びそれを利用した光電子機能素子構築

を目指して、各種分子膜上での円盤状液晶分子のナノ組

織化機構を解明することを目的とする。 

研究実施計画： 

 単分子膜と液晶分子との相互作用を利用した配向制御

を行った系において、ナノスケールでの組織化過程を観

察するために、マイクロコンタクトプリンティング法な

どを用い分子膜のパターン化を行うことでナノ構造の構

築を目指す。 

進捗状況： 

 トリフェニレン系ディスコティック液晶（C6OTP）

膜はヘキサゴナルカラムナー相において、金基板上では

ランダムに配向しているのに対して、アルカンチオール

（C16）および非対称ジスルフィド（C4C16）自己組織

化膜上に関しては、ホメオトロピック配向の傾向が見ら

れたが、C16自己組織化膜基板上ではカラム軸が傾いた

ドメインが点在している。また、ジフェニルジスルフィ

ド基板上では、暗視野となっておりホメオトロピック配

向をしていると考えられるが、数μメートル以上と膜厚

が厚い部分においては金基板上と同様ランダムに配向し

ている。何れの基板においても、更なる冷却による結晶

相への転移に伴って微小ドメインが形成された。ネマチ

ック相を経ないディスコティック液晶のヘキサゴナルカ

ラムナー相においても、配向膜誘起の配向制御の可能性

が見出された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ディスコティック液晶、自己組織化、配

向制御 

 

［研 究 題 目］骨格筋不死化細胞に由来する筋知覚神経

軸索伸長因子の解析とクローニング 

［研究代表者］藤森 一浩（人間系特別研究体） 

［研究担当者］藤森 一浩、波佐間久美子 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 人間の調節的かつ滑らかな運動の制御には、筋の収縮

状態の情報を末梢から中枢へフィードバックすることが

不可欠である。そこで、本研究課題ではシステムとして

の運動機能再建のための基盤技術として、運動・知覚神

経と筋との双方向再接続技術の確立を目標とする。 

（計画） 

 これまで、ラット筋芽細胞株 L6培養上清中に強力な

筋知覚神経軸索伸長活性があることを見出し MADPP
と名づけた。その生化学的解析を行い、活性因子の調製

法の確立を行い、本活性因子をクローニングすることを

目標とする。 

（成果） 

 ヘパリン結合性を調べた結果、500mM NaCl フラク

ションに特異的に濃縮されることから、従来知られてい

る NGF や BDNF とは異なることが予想され、免疫沈

降法、ELISA 法、特異的受容体のリン酸化活性を調べ

たところ、いずれも NGF ファミリ分子、他の神経突起

伸長活性を有するサイトカイン類とは異なることが明ら

かになった。本因子をクローニングするために、マウス

C2由来 MDAPP をヘパリンカラムクロマトグラフィに

より500mM NaCl 抽出フラクションを調製し SDS-
PAGE により12KDa-180KDa に約10本のバンドを確認
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した。ゲル抽出した各バンドを M/S により解析を行っ

たところ、PEDF（黒色色素細胞由来成長因子）、ソマ

トマメジンという2つの候補分子を見出した。次に、C2

細胞より mRNA を調製し、M/S 解析により明らかにな

ったペプチドフラグメントを元にプライマーを設計し

RT-PCR を行い、これら遺伝子の全長配列をクローニ

ングした。現在、大腸菌発現系、真核細胞発現系を用い

てこれら遺伝子の筋知覚神経軸索伸長活性の検討を行っ

ている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋知覚神経、神経軸索伸長、クローニン

グ、プロテオーム 

 

［研 究 題 目］表面プラズモン励起増強蛍光分光法で観

測する超薄膜表面での分子認識過程 

［研究代表者］田和 圭子（人間系特別研究体） 

［研究担当者］田和 圭子、田中 睦生、窪山 典人 

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 本研究は、超薄膜における分子認識や超分子薄膜の構

造を一連の表面プラズモン分光法（SPR）を用いて明

らかにしようとするものである。金基板表面にオリゴエ

チレングリコール（OEG）鎖の自己組織化膜を作製し、

この超薄膜とα-シクロデキストリン（α-CD）とのロ

タキサン超薄膜を構築する。ここで、OEG 鎖末端に、

光照射によって構造変化がおこるアゾベンゼン誘導体を

化学修飾し、CD とのロタキサン形成が光制御できる薄

膜の創製を目指す。 

「研究計画」 

 14年度に構築した SPR および表面プラズモン励起蛍

光分光装置を用いて、合成した EG ユニット数が6で、

末端を4-メチルアゾベンゼンで修飾した化合物

MeAzoPEG6のロタキサン超薄膜の形成とその光制御に

ついて詳細に調べる予定である。比較のために、アゾベ

ンゼン部位のない PEG6やより長鎖の MeAzoPE G10

（EG ユニット数：10）についての合成も行い、これに

よる超分子構造の形成過程についても検討する。また、

この超薄膜がα-CD のみを選択的にとりこみ、γ-CD
とは超分子構造をとらないことも示したい。 

「15年度進捗状況」 

 MeAzoPEG6超薄膜のα-CD との選択的なロタキサ

ン超薄膜形成を確認することができ、さらに UV 光照

射下では、MeAzoPEG6のロタキサン形成が阻害される

こと、またプソイドロタキサン形成後の UV 照射は、

リンスによる解離を抑制し、一部ロタキサン形成を保持

することがわかった。また、新規化合物 PEG6の合成が

完成し、MeAzoPEG10についてはほぼ合成経路を確立

することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス、ナノテク・材料・製

造 

［キーワード］自己組織化膜、分子認識、超分子、光制

御、表面プラズモン分光法 

 

［研 究 題 目］グルタミン酸輸送タンパク質（EAATS)
の制御分子開発 

［研究代表者］茂里 康（人間系特別研究体） 

［研究担当者］茂里 康 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 グルタミン酸は興奮性神経伝達物質として高次神経機

能に密接に関わっている。グルタミン酸輸送蛋白質

（EAATs）はグリア細胞や神経細胞に存在し、グルタ

ミン酸を特異的に取り込み除去し、グルタミン酸による

神経伝達機能をオフする機能を有している。EAATs の

解析には、特異的に作用する制御分子は不可欠である。

特異的な基質としては D-アスパラギン酸がよく用いら

れるが、サブタイプ選択的な阻害剤等は知られていない。

そこで、サブタイプ特異的阻害剤の分子設計。Cl-成分

に特異的な阻害剤開発のためのスクリーニング系の開発

と阻害剤探索を行う。 

研究計画： 

 これまで、ヒドロキシアスパラギン酸誘導体を各種合

成・検討した結果、EAATs に対し強力な阻害作用を有

する、DL-threo-beta-benzyloxyaspartate(DL-TBOA)

の開発を行うことができた。DL-TBOA は EAATs の標

準的な阻害剤として現在広く用いられている。本年度は、

さらに強力でサブタイプ特異的な阻害剤を創製すること

を目的に、DL-TBOA のアナログを各種合成しその阻害

活性を計測することを試みた。 

年度進捗状況： 

 ヒ ド ロ キ シ ア ス パ ラ ギ ン 酸 誘 導 体 の 中 で 、

{[(Trifluoromethyl)-benzoylamino]benzyloxy} aspartate 
(TFB-TBOA)が DL-TBOA よりも強力な阻害活性を有

することを発見した。TFB-TBOA は DL-TBOA よりも

百倍以上強力に、EAAT1, 2, 3のグルタミン酸取り込

みを阻害した。また電気生理学的な実験から、EAAT4, 
5に対しても、阻害剤として機能することを確認した。

興味深いことに TFB-TBOA は DL-TBOA と異なり、非

可逆的な阻害活性を示した。また TFB-TBOA をマウス

の脳室内に投与したところ、けいれん様作用を示した。

さらに20種類以上の神経伝達物質受容体・トランスポー

ターに対する影響を調べたところ、EAATs に対する特

異的な阻害活性を示すことが確認された。以上の結果か

ら TFB-TBOA は EAATs に対し特異的な阻害作用を示

し、EAATs の生理作用解明に有用なツールとして期待

できその成果を Molecular Pharmacology 誌に発表した。 

［分 野 名］ 

［キーワード］グルタミン酸、トランスポーター、阻害

剤 
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［研 究 題 目］生物時計による性選択の分子機構 

［研究代表者］石田直理雄（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］西ノ首いづみ 

［研 究 内 容］ 

 我々は既にショウジョウバエの D.melanogaster と

D.simulans 間の交尾活動時間の違いを報告してきた

（PNAS,vol.98,9221-9225,2001）。さらに D.ananasae
の交尾活動時間を測定した結果、上記2種と異なる交尾

活動リズムを示すことが明らかとなった。そこで

D.ananasae の交尾活動リズムの違いを分子レベルから

解明する目的で、D.ananasae の時計 timeless（tim）

のクローニングを試みた（GENE, 307,183-190,2003）。

そこで、本年は種の違う時計遺伝子がどのように交尾活

動リズムに影響を与えるかを検証する目的で、歩行活動

リズムの失われた D.melanogaster の Tim 欠失の変異

株の中で D.ana 由来 tim 遺伝子を導入し発現を誘導し

た。その結果、交尾活動リズムは D.mel と D.ana の中

間型を示した。この事より交尾活動リズムは時計遺伝子

ばかりでなく、その下流に存在する遺伝子群が重要な役

割をすることが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生物時計遺伝子 

 

［研 究 題 目］哺乳類における給餌性リズム形成の分子

機構に関する研究 

［研究代表者］大石 勝隆（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］大石 勝隆 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 末梢組織における給餌性リズム形成の分子機構を、

DNA マイクロアレイの手法や時計遺伝子変異マウスを

用いた解析により明らかにする。さらに、個体レベルで

の給餌性リズム形成機構を解明するために、インスリン

やレプチンといったホルモンの関与、及び各臓器の反応

性についても解析を行う。 

研究計画： 

 DNA マイクロアレイにより給餌性リズム形成の入力

系、振動体、出力系に関連する遺伝子を同定する。動物

個体を用いた実験では、糖尿病モデルマウスやレプチン

欠損マウスにおける給餌性リズムを時計遺伝子発現をマ

ーカーとして用いて調べる。 

年度進捗状況： 

 時計遺伝子 Clock によって発現調節されている遺伝

子を Clock 遺伝子変異マウスの肝臓を対象とした DNA
マイクロアレイにより網羅的に解析し論文に発表した。

制限給餌下における遺伝子発現プロファイルは現在解析

中である。糖尿病モデルマウスでの解析から、インスリ

ンは給餌性リズム形成に必須ではないことを発表した。

哺乳類の網膜に存在する概日時計は、摂食パターンに影

響されないことを発見し発表した。ショウジョウバエで

は給餌性リズムの存在が弱い可能性を示し発表した。レ

プチン欠損マウスでの給餌性リズムを現在解析中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サーカディアン（概日）リズム、摂食、

末梢時計、糖尿病、DNA マイクロアレ

イ 

 

［研 究 題 目］サイトカイン発現組換え植物によるコン

ビネーションワクチンの開発 

［研究代表者］松村 健（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］松尾 幸毅、（独）動物衛生研究所、 

国立大学1 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 免疫誘導に関わるサイトカイン分子とワクチン成分を

組み換え植物で発現させ、同時に経口投与することによ

り、より効果的なワクチン素材を開発することを目的と

する。 

研究計画： 

 サイトカイン分子遺伝子およびワクチン素材としての

抗原遺伝子を導入した形質転換植物体を作出し、それぞ

れの形質転換体において目的遺伝子産物の発現確認およ

び活性を確認後、マウス等のモデル動物を用いて、経口

投与し、その免疫挙動の解析を行う。 

 年度進捗状況： 

 免疫誘導に関わるサイトカイン分子としてインターロ

イキン1、またはインターフェロンをワクチン素材とし

ての抗原は哺乳類に広く感染する下痢症ウイルスを用い

た。まず、ウシインターロイキン1またはヒトインター

フェロン遺伝子を植物で発現可能なように改変した。ワ

クチン素材は、免疫原性を有することが明らかにされて

いるウイルス構造蛋白質の遺伝子を用いた。それぞれの

遺伝子は、アグロバクテリウム法を用いて、イチゴへ導

入し、形質転換イチゴの作出を試みた。得られた形質転

換イチゴは、葉を材料に目的遺伝子の導入・転写を確認

後、ELISA、ウエスタン検定を実施し、当該遺伝子産

物が目的通り発現している個体を選抜した。選抜された

形質転換イチゴは、閉鎖型温室で育成し、果実の収穫を

行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］サイトカイン、組み換え植物、経口ワク

チン 

 

［研 究 題 目］抗 HCV を目指した新機能性核酸の創製 

［研究代表者］西川 諭（生物機能工学研究部門） 

［研究担当者］西川 諭 

［研 究 内 容］ 

 C 型肝炎ウイルス（HCV）は非 A 非 B 型肝炎の病原

体で、慢性肝炎の主要病原ウイルスである。HCV 由来

の慢性肝炎の約20%は肝硬変、肝臓がんへと移行するた
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め、重篤な肝臓疾患の要因となっている。現在まで C 型

肝炎の治療にはインターフェロンが主に用いられている

が、決定的な治療薬が存在しないため、感染者、患者数

が急増しており、全世界で感染者は3億人と推定されて

いる。申請者らはインビトロ選択法により、HCV のラ

イフサイクルに必須の HCV 自身が持つ NS3プロテアー

ゼに特異的に結合し、その作用を抑える新機能性核酸

（RNA アプタマー）の創出に成功している。本申請で

はこれらを応用すべく発現ベクターを構築し、多機能型

アプタマーを発現させ、in vivo での効果を検証するこ

とを目標とする。今年度は以下の3点を行った。 

１）アプタマーのインビボ活性評価系の開発 

 NS3プロテアーゼに対するアプタマーのインビボで

の阻害効果を定量的、かつ鋭敏に測定できる系として、

Green Fluorescent Protein （ GFP ）を利用した

FRET 測定法を開発した。 

２）HDV リボザイムを利用した G9アプタマーのタン

デムリピート発現プラスミドの構築 

 HDV リボザイムのステム IV 領域は可変であるの

で、ここに HCVNS3プロテアーゼに対する G9アプタ

マーを挿入した HDV-G9アプタマーを作成した。こ

れによりアプタマーの安定化を図り、さらにそのユニ

ットをくり返した発現ベクターを作成し、一度の導入

で大量発現を可能にした。これらの効果を1)のインビ

ボ評価系で判定した。 

３）HCV IRES に特異的な新規アプタマーの創出 

 HCV IRES は亜種ウイルス間で保存性が高く、ま

た特有の二次構造を持つので、この領域に対する抗

IRES アプタマーを創出し、その構造的特徴を明らか

にした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA アプタマー、C 型肝炎ウイルス、

NS3プロテアーゼ、NS3ヘリカーゼ 

 

［研 究 題 目］第一原理計算に基づく極限環境下におけ

る分子性固体の構造と電子機能の解析 

［研究代表者］石橋 章司（計算科学研究部門） 

［研究担当者］石橋 章司、寺倉 清之 

（北大創成科学）、浅井 美博 

［研 究 内 容］ 

【目標・計画】 

 第一原理計算手法および物性理論に基づき、分子性固

体の構造と電子機能の解析を行う。新物質あるいは極限

環境下の物質を特に研究対象とする。新規に合成された

分子性固体の電荷分布、バンド構造、導体であればフェ

ルミ面構造などの電子構造を、第一原理計算により求め、

新物質の機能の予測、各種分光実験結果の解釈に資する。

必要があれば、第一原理分子動力学法により格子定数・

原子位置を 適化し、結晶構造も計算により決定する。

高圧下など極限環境下での分子性固体の電子構造につい

ても同様の研究を行うが、この場合、現時点での実験技

術では到達困難な環境を理論計算によりシミュレートし、

新規な物性の発現の可能性を探ることも視野に入れる。

また、現有の計算手法の適用限界を見極め、物性理論な

どを駆使し、計算手法の高精度化・高速化を行い、より

分子性固体の物性計算に適した手法を確立する。 

【15年度実績】 

 単一成分分子性導体 Ni(tmdt)2と Au(tmdt)2の電子

構造を第一原理平面波擬ポテンシャル法で計算した。こ

れらの2つの物質は、同一の結晶構造を持ち格子定数も

互いに非常に近いが、単位胞あたりの電子数が1だけ異

なっている。今回の計算で、前者は2つのバンドがフェ

ルミ準位を横切り電子的なフェルミ面と正孔的なフェル

ミ面が存在する半金属、後者は、1つのバンドが半占有

でフェルミ準位を横切り、一部擬一次元的な特徴を示す

フェルミ面を持つ金属である事が明らかとなった。 

 応力・変形下での分子性固体の電子構造を知るための

計算の第一歩として、有機超伝導体β-(BEDT-TTF)2I3
の結晶構造の 適化を第一原理分子動力学の手法を用い

て行い、実験結果と非常に近い格子定数および構成分子

についてのボンド長・ボンド角を得る事ができた。 

 DNA の電気伝導機構を研究した。Yoo 等（PRL、87、

198102(2001)）のナノギャップを用いた電気伝導の実験

結果は電流のバイアス電圧依存性を表す係数の温度依存

性が塩基種に強く依存するという興味深い結果を与えた。

この実験結果をスモール・ポーラロン効果を取り入れる

事により解析し電子格子散乱において非弾性的な成分が

優勢であるか、準弾性的な成分が優勢であるかに応じて、

この温度依存性を含めて広く輸送特性を説明する事が出

来る事を示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］第一原理電子状態計算、分子性固体 

 

［研 究 題 目］蛋白質・巨大分子系のための量子シミュ

レーターの開発 

［研究代表者］Dmitri G. Fedorov 
（計算科学研究部門） 

［研究担当者］Dmitri G. Fedorov 
［研 究 内 容］ 

 第一原理に基づいた量子化学計算法は高精度と一般性

を持つが、計算量が膨大な為、巨大分子への適用が進ま

ない。第一原理法の精度と一般性を保ちながら、分子分

割により大幅計算量を減らすに成功したのは FMO 法で

ある。 

 従来の FMO 法（FMO2と呼ぶ）は二体相互作用近似

に基づいている。このため、水分子クラスター中の水分

子間やタンパク質中のアミノ酸残基間にみられるような

複数の水素結合が干渉しあう系では三体相互作用が大き

くなるため十分な精度が得られなかった。本研究で、

FMO 法を拡張して三体相互作用をあからさまに取り込
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む方法（FMO3法）を開発し、効率よく精度を改善する。 

 高分子や分子集合体では、分子内・分子間非結合相互

作用を高精度で計算するためには電子相関効果を含んだ

電子状態計算を行う必要がある。本研究では、これを発

展させ、巨大分子の分子内非結合相互作用の計算法とし

て実用化する。電子相関効果を含んだ簡便な電子状態計

算法としては密度汎関数法（DFT）があり、DFT に

FMO 法を適用することは巨大分子のための DFT 計算

法として非常に有用な方法になることが期待できる。本

研究では、DFT の FMO 法を実用化する。 

 現在 DFT で用いられる汎関数は弱い相互作用の計算

に困難しているが、Moeller-Plesset 等の二次摂動論

（MP2）はその問題が無いと知られている。それに従

って、MP2と FMO 法を組み合わせて、高速な FMO-

MP2の電子相関法を開発する。 

 各種 FMO 方法論の有効性を実証するためのプログラ

ムを作成するが、これは無料で配布され広く普及してい

るプログラムである GAMESS に組み込む。近い将来一

般化すると予想される数千台のプロセッサーによる高効

率並列処理計算アルゴリズム（GDDI による2段階並列

処理）を開発する。 

 反応領域などの重要な部分には高精度計算法を、その

他の部分には低精度計算法を用いることができるように、

異なった基底関数や波動関数を融合して計算できる方法

を開発する。これにより、巨大分子についても、目的と

する物理量を高精度に計算することが可能となる。 

 ラジカル種について不対電子の非局在化を系統的に調

べることにより、電子移動反応などの反応中間体として

しばしば重要になるラジカルの電子状態計算を可能とす

る。その他、化学反応遷移状態等の多参照性を持つ系の

為、FMO-MCSCF 法を開発する。 

［分 野 名］ナノテク 

［キーワード］FMO 法、並列、蛋白質、GAMESS 
 

［研 究 題 目］局在化基底による新しい固体電子励起状

態計算手法の開発 

［研究代表者］片桐 秀樹（計算科学研究部門） 

［研究担当者］片桐 秀樹、Aryasetiawan Ferdi、 

石田 俊正（分子科学研究所） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、局在化基底関数（ガウス基底関数）

を用いた Hartree-Fock 計算と post Hartree-Fock 計算

を使い、周期境界系の電子励起状態を第一原理から求め

る手法およびプログラムを開発し、一次元固体の電子状

態計算を行って、そのパフォーマンスを明らかにするこ

とを目的とする。 

 前年度までに、周期境界条件を適用した Hartree-Fock
法のほか、post Hartree-Fock 法として①積分変換②二

次の Moller-Plesett 摂動法③coupled-cluster（CC）法④

equation of motion-CC（EOM-CC）法のプログラムモ

ジュールを作成し、基本的な動作の確認を行った。平成

14年度は以下に述べるように、並列化に重点をおいたプ

ログラム全般の改良と拡張を行い、水素原子鎖等の計算

に適用した。 

 まず、Hartree-Fock、post Hartree-Fock の全てのプ

ログラムモジュールに対して、OpenMP の制御文を挿

入する方法によって、並列化作業を行った。また、メモ

リ使用量を削減する等、プログラム全般を見直し、プロ

グラム実行効率の改善を図った。その結果、共有メモリ

型の計算機で高速に実行することが可能となった。例え

ば、開発に使用した Origin2000/32CPU では、平均し

てピーク性能の10%程度の性能が出るようになった。こ

れによって、各 k 点での合計が200程度の軌道数（5つ

の k 点では40軌道に相当）が扱えるようになり、炭素

原子5-6個程度の一次元高分子の励起状態計算が可能と

なった。 

 次に、開発プログラムを用いて、水素原子の1次元鎖

の電子状態計算を行い、CC 法による基底状態のエネル

ギーが、k 点の増加とともに収束することを確認した。

また、full-configuration interaction（CI）法によるエ

ネルギーとの比較を行い、CC 法で求めた全エネルギー

が full-CI エネルギーの良い近似値となっていることを

確認した。 

 さらに、より実際的な系の予備計算として、EOM-
CC 法によるポリエチレンの励起状態計算を行った。周

期境界条件を課した計算と同時に、長さを変えたオリゴ

マー（孤立分子）の計算を行い、両者の励起エネルギー

を比較した。その結果、周期系から求めた励起エネルギ

ーが k 点の増加にしたがって、緩やかに収束すること、

オリゴマーの励起エネルギーが周期系と同じ値に収束す

ることを確認した。 

 これらによって、局在化基底関数を用いた励起状態計

算を、いくつかの現実の高分子に応用し、パフォーマン

スを評価することが可能となった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］第一原理計算、結晶軌道法、励起状態 

 

［研 究 題 目］全電子 MO 計算によるＫ＋漏洩チャネ

ルタンパク質のイオン選択および透過機

構の研究 

［研究代表者］北浦 和夫（計算科学研究部門） 

［研究担当者］北浦 和夫、上林 正巳、古明地勇人 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、K+漏洩チャネルタンパク質（約

6,000原子）のフラグメント分子軌道（FMO）法による

全電子量子化学計算を行い、タンパク質とイオンの相互

作用とチャネル内でのイオン間相互作用を求め、チャネ

ルタンパク質によるイオン選択とイオン透過機構を電子

状態レベルで明らかにすることを目的とする。平成15年

度は、前年度に引き続いて、巨大分子計算法（FMO
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法）の改良を行い、カリウムイオン漏洩チャネルタンパ

ク質全系の計算を実施した。本年度に行った方法論とプ

ログラムの改良はつぎのとおりである。 

・FMO 法のスキームに密度汎関数理論（DFT）を組み

込んだ。 

・FMO 法に、メラー・プレセットの2次摂動論

（MP2）を組み込んで、巨大分子の電子相関を考慮

した巨大分子の計算を可能とした。 

・並列化効率を向上させるために、動的負荷分散の仕組

みを改良した。 

 改良したプログラムを用いて、チャネルタンパク質4

量体（約6000原子系）とカリウムイオンの相互作用計算

（HF/STO-3G レベル）を行った。イオンの透過経路を

仮定して、この経路に沿ってポテンシャルエネルギーを

求めた。Na+イオンについても同様の計算を行い、両者

を比較した。その結果、チャネルの入り口付近（イオン

認識部位近辺）では両者のエネルギーにほとんど差がな

い（1kcal/mol 以下）が、チャネルの出口付近では、

Na+は K+に比べて大きく不安定化（30kcal/mol）し、

透過しにくくなるという結果を得た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］全電子 MO 計算、チャネルタンパク質、 

K+イオン選択機構  

 

［研 究 題 目］半導体・金属グラニュラー構造の非線形

磁気伝導現象の解明とデバイス応用 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究代表者は、2000年に半導体・金属ハイブリッド

グラニュラー構造において、室温、大気中の条件でも、

数千%に及ぶ大きな磁気抵抗効果が観測されることを発

見し、その現象を磁気抵抗スイッチ効果と名付けた。そ

の後の研究によって、磁気抵抗効果の大きさは百万%を

超える値にまで達成した。現在のところ、室温における

磁気抵抗効果の大きさとしては 大の値である。磁気抵

抗スイッチ効果は、その非線形な電流―電圧特性が、磁

場によって線形性を取り戻す効果であると見なすことが

出来る。本研究テーマでは、この効果の物理的起源を明

らかにすることを第1目標としている。一方、磁気抵抗

効果の応用例としては、磁場センサーや磁場による電流

スイッチが考えられ、その効果の適用範囲は広く、特に

ストレージ産業へ与えるインパクトが大きい。その応用

を図るためには、大きな磁気抵抗効果を示すことはもち

ろんのこと、より低磁場においてより大きな磁気抵抗変

化を示す、つまり磁場感度を向上することが必要となる。

また、デバイス応用を考えた場合には、効果の再現性が

良く、環境に対する耐性にも優れていなければならない。

そこで本研究テーマでは、現象理解に基づいた磁気抵抗

スイッチ効果のモデル化を行うことにより、これらデバ

イス応用への条件を満足する道筋を示すことを第2目標

としている。これまでは、気相のエッチングプロセスに

てデバイス作製を行っていたが、平成15年度は、工業的

に優位性のあるウェットプロセスにてデバイスを作製す

ることに成功した。また、ウェットプロセスにて作製し

たデバイスは、効果の再現性、素子の各種耐性に優れて

いることが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノスピンエレクトロニクス、非線形磁

気輸送現象 

 

［研 究 題 目］分子の電気伝導の理論 

［研究代表者］小林 伸彦 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］小林 伸彦 

［研 究 内 容］ 

 単分子の電気伝導特性を理論的に解析するための理論

的方法論の開発を行ない、伝導特性を議論することを目

的とする。特に単分子の伝導特性は、分子と電極との結

合、両者間の電荷移動も重要であるために、理論的に分

子の電気伝導度を議論するには分子と電極との一体の系

で精密な電子状態の解析に基づくことが重要である。そ

こで、密度汎関数法を用いた第一原理電子状態計算に基

づく分子の伝導特性の解析手法を開発し、それを用いて

伝導特性を解明し、分子素子のための理論的指針を提供

することを目標としている。 

 グリーン関数を用いた単分子のバリスティック伝導を

解析するための第一原理電子状態計算法を開発整備し、

分子の伝導特性を解析してきた。半無限の金属バルク結

晶の電極に挟まれた分子の系を考え、その系のグリーン

関数を第一原理計算によって求めることによって伝導度

が得られる。この計算法を用いて、金属原子細線、有機

分子、フラーレン、カーボンナノチューブ等、単分子の

電気伝導度を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］分子、ナノチューブ、電気伝導、第一原

理計算 

 

［研 究 題 目］アルミナ拡散防止中間層を含む作製容易

なニオブ基合金用耐酸化コーティングの

開発 

［研究代表者］村上 敬（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 省エネルギーおよび二酸化炭素排出量削減の目的から、

現在使用されている火力発電用ニッケル基超合金製冷却

翼をより高融点のニオブなどの合金製部材に置き換え、

火力発電の熱効率を改善することが急務になっている。

ニオブ基合金は高温で耐酸化性に劣ることから、高温使

用時は耐酸化コーティングをする必要がある。本研究で
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は、研究者が所属する研究グループで保有する世界 大

級の放電プラズマ焼結機を用いて作製した、Mo (Si、
Al)2-Al2O3複合層／Al2O3層の二層被覆ニオブ基合金試

験片（単純形状）について、大気中1200℃～1500℃で毎

回1.8ks 保持するサイクル酸化試験を行い、剥離、亀裂

形成を起こしにくく、酸化による重量増加が小さい

（1500℃、720ks 保持で10mg/cm2以下）コーティング

条件を明らかにする。 

（研究計画） 

 放電プラズマ焼結機 SPS-510（住友石炭鉱業（株）

製、 大荷重5ton、 大電流1500A）を用いて、各層の

厚さ、組成を変化させた数種類の Mo (Si、Al)2-Al2O3複

合層／Al2O3層の二層被覆ニオブ基合金試験片（単純形

状、図1）を作製し、熱サイクル試験（アルゴンガス雰

囲気中1200℃～1500℃で毎回1.8ks 保持）を行う。同試

験より、1500℃で720ks 以上亀裂が発生せず、拡散等に

よる劣化も起こらないコーティング条件（各コーティン

グ層の組成・厚さなど）を明らかにする。 

（結果） 

 本研究では、(1)ニオブ基材の上に耐酸化性に優れる

Mo(Si、Al)2、NiAl、Cr 添加 Nb(Si、Al)2、B 添加

Mo5Si3粉末を直接のせ放電プラズマ焼結結合を行う、

(2)(1)の粉末とニオブ基材間に Al 箔を挟み、放電プラ

ズマ焼結接合を行う、の二通りの方法でニオブ基材への

コーティングを試みた。その結果、(1)について、B 添

加 Mo5Si3層のみがニオブ基材に密着することが分かり、

さらにコーティング層と基材間の熱膨張係数の差を小さ

くするため B 添加 Mo5Si3層に5wt%SiO2を添加するとコ

ーティング層中にクラックが形成されにくくなることが

分かった。また MoSi2-SiO2/B 添加 Mo5Si3-SiO2二層で

全面コーティング（コーティング層厚さ約100mm）した

ニオブ基材（外径5mm、厚さ3mm）の耐酸化性を調べ

たところ、乾燥空気中1200℃～1400℃で50hr 保持して

も、コーティング層の剥離、基材の内部酸化が全く起こ

らないことが分かった。また(2)について、すべてのコ

ーティング層はニオブ基材に密着したが、拡散防止機能

が期待できるアルミナ中間層は Mo(Si、Al)2粉末を用い

たときのみ形成され、他の場合は金属間化合物層が形成

されることが分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］耐酸化コーティング、ニオブ、放電プラ

ズマ焼結 

 

［研 究 題 目］永久磁石とスマート流体を用いた省電力

型電磁気軸受の開発と評価 

［研究代表者］是永 敦（機械システム研究部門） 

［研究担当者］佐々木信也、間野 大樹 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、電気粘性流体をすべり軸受の潤滑剤として

使用し、電場および磁場を印加することによって軸受に

制御性をもたせ、外部信号で軸受特性を制御することに

よって機械システムの性能を向上させることを目的とし

ている。全体の目標は、電気粘性流体軸受に電場を印加

する場合と磁場を印加する場合の特性を把握した上で、

省電力でより大きな負荷容量を得られる軸受ならびに信

頼性の高い軸受を実現することである。本年度の計画は、

軸受特性評価試験装置を用いて、電気粘性流体軸受に電

場を印加した場合の特性を実験的に調べ、設計指針を示

すこと、磁石の配置を検討することである。すべり軸受

の軸と軸受を電極として軸受全周に電圧を印加したとき

の軸心位置・摩擦トルク・圧力分布を測定し、電気粘性

流体の流体潤滑特性および軸心位置の制御性を実験的に

明らかにした。工業用潤滑油で潤滑した従来のすべり軸

受特性と比較することによって、電気粘性すべり軸受で

は同じ負荷容量を 大40%程度低い摩擦トルクで得られ

ること、軸心軌跡が異なることなどを明らかにし、その

原因が局所的粘度増加によるものであることを示した。

さらに効率的に特性を変化させるためには、電極を分散

配置して粘度増加をより局所的にすればよいことがわか

った。磁場印加効果については、サイズと配置について

検討を進めている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］液晶系電気粘性流体、永久磁石、軸受 

 

［研 究 題 目］水素結合による分子組織体を経由するナ

ノワイヤー形成の動的制御 

［研究代表者］玉置 信之（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］長沢 順一、工藤 成史 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、分子の自己組織化を機能性ナノ構造体形

成の中間体として利用する技術の開発する。より具体的

には、導電性や非線形光学特性が期待できる共役高分子

のナノファイバーをモノマー分子の自己組織化を経由し

て合成するための手法と分子の自己組織化段階での各種

刺激による組織化形態制御の手法を確立することを目指

す。平成15年度は、光重合性有機ゲル化剤を磁場下で自

己組織化することを試みた。その結果、10テスラの磁場

下でゲル化し、その後重合することで配向した共役ポリ

マーのゲルが生成することが初めて明らかになった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］光反応、有機ゲル、分子組織化、キラリ

ティー 

 

［研 究 題 目］脳卒中片麻痺に対する健側拘束療法の脳

機能再構築効果に関する研究 

［研究代表者］鈴木 慎也（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］鈴木 慎也、金子 秀和、藤岡 裕士、 

井澤 賢人 

［研 究 内 容］ 

(1) 片側運動野神経組織壊死による大脳皮質機能再構築 
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 前肢運動障害の回復との関係ラットを用いて、大脳

皮質運動野の前肢支配領域（MIFL）を含む片側運動

皮質損傷後の運動障害回復過程と損傷周辺及び対側運

動皮質における機能再編成（functional reorganization）
の関係を調べた。損傷後の前肢運動（リーチング）障

害は、連日の訓練により4週間程度でほぼ回復した。

損傷後6週間目に、損傷周辺部位と対側運動皮質を

ICMS で調べた結果、対側運動皮質において、両側性

の前肢運動支配領域の出現・拡大が観察された。損傷

後に運動訓練を行わなかったラットにおいては、両側

性支配領域が観察されなかったことから、このような

運動野機能再編成にリハビリ訓練が重要な役割を演じ

ている可能性が示唆された。 

(2) 脳梗塞動物モデルにおける体性感覚皮質の誘発電位

応答の変容機構 

 photothrombosis 法により片側大脳皮質体性感覚皮

質の前肢領域に梗塞を作成し、前肢神経の電気刺激に

対する梗塞皮質周辺の誘発電位応答を経時的に記録・

解析した。梗塞作成後、誘発電位の振幅は徐々に増大

する傾向にあり、6時間後には有意に増大した。また、

刺激間隔100ms の2連刺激テスト（ paired-pulse 
test）では、促通指数（振幅2／振幅1）が梗塞後1-6

時間の間有意に増加していた。さらに、von Frey 
hair による手指触刺激に対する大脳皮質対応領域の

多ニューロン応答を用いて受容野を調べた結果、梗塞

後に拡大することが明らかになった。これらのデータ

から、急性期の梗塞皮質周辺において、興奮制の増大

を示唆する可塑的な変化が生じていることが示唆され

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳卒中、片麻痺、大脳皮質運動野、脳機

能再構築、リハビリテーション 

 

［研 究 題 目］等粘性負荷運動の生理学的特性とトレー

ニング効果の解明 

［研究代表者］金子 文成 

（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］金子 文成 

［研 究 内 容］ 

 従来から運動療法に採用されてきた動的運動様式であ

る等張性運動では発揮トルクを随意的に調整することは

できず、等速性運動では関節運動速度を随意的に調整す

ることはできない。それに対して等粘性負荷運動は、随

意努力が関節運動速度と発揮トルクの両方に反映される

ため、リハビリテーションの対象となる萎縮筋や関節障

害の有訴者において有効な筋出力様式である。本研究の

目的は、等粘性負荷運動を臨床応用するために、等粘性

負荷運動における筋出力特性を明らかにすることであっ

た。 

 まず、リハビリテーションに臨床応用しやすい構造の、

等粘性負荷装置を試作した。その試作装置を使用して以

下の結果を得た。等粘性係数が高くなるに従い、発揮さ

れるピークトルクが高くなり、ピークトルクの出現する

時間が早くなった。また、関節角度－発揮トルク関係

（A-T 関係）について、等尺性運動や等速性運動など、

従来から行われてきた運動様式の場合と比較した。等尺

性運動と等速性運動の間における A-T 関係は非常に強

い相関があったのに対して、両者と等粘性負荷運動との

間では相関が弱く、等粘性負荷運動は既存の運動様式と

は異なる特性を有することがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］粘性、運動、生理学 

 

［研 究 題 目］生体の光イメージングの研究 

－生体の平均光路長マップの作成－ 

［研究代表者］谷川ゆかり（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］谷川ゆかり、趙 会娟、 

高 峰（NEDO フェロー）、蓮沼 裕子、

山田 幸生（電気通信大学）、 

田中 健之（慶大）、小野寺陽一（理研）、

Angelo Sassaroli（Univ. of Tufts） 

［研 究 内 容］ 

［目標］ 

 近赤外光を利用した酸素モニタ・光トポグラフィなど

の連続光を利用した NIRS 装置は、生体の酸素飽和度

をモニタリングできるという優れた特徴を有しているが、

光路長が測定できないために、定量測定不能であり、疾

病の診断には使用が難しい。一方、NIRS 装置の中でも

拡散光イメージング装置は時間分解計測法により、この

光路長を「平均光路長」の形で測定できる。本研究では、

この平均光路長を測定、生体の部位毎にマップ化し、連

続光を利用した NIRS 装置に応用することにより高精

度化を図るものである。 

［研究計画］ 

 ヒトを対象とした計測の開始に先立ち、産業技術総合

研究所人間工学実験倫理委員会に諮った上で計測を行う。

平成14年度は送受光用光ファイバプローブ用ホルダ開発

ならびに健常な被験者を対象とした測定を行い、ホルダ

の改良やマッピングのアルゴリズムの開発・改良や、測

定データの比較から個人差の検討など、基礎的な部分に

ついて調べる。平成15年度には改良したアルゴリズムを

用いてマップを作成し、さらに、作成したマップの傾向、

肌の色、年齢差など個人差の生ずる要因などを調べる。 

［年度進捗状況］ 

 前年度に行ったファイバプローブホルダの改良・計測

ならびに開発したアルゴリズムを用いて、平成15年度に

は平均光路長マップの作成を行った。また、得られたマ

ップの比較から、年齢により平均光路長に違いが見られ

ること、前額部だけを見ても、額の中心とこめかみ近傍

では平均光路長に大きな差があることなど、マップの全
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体的な傾向、年齢差などの個人差の要因などを見出すこ

とができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］NIRS 装置、平均光路長、時間分解計測 

 

［研 究 題 目］体内低侵襲医用機器のための表面摩擦制

御に関する研究 

［研究代表者］葭仲 潔（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］葭仲 潔 

［研 究 内 容］ 

 近年、軟性内視鏡やカテーテルなどの低侵襲な診断治

療法が広く用いられるようになってきた。しかしながら

消化管や血管などの管腔臓器内を誘導する事は容易でな

く、熟練を要する。また脳皮質など実質臓器に対しては

この方法ではアプローチ困難である。体内の深部にある

目的の部位に低侵襲かつ迅速にアプローチすることは、

いまでも難しい。そこで、容易な管腔臓器内へのアプロ

ーチを実現するため、低侵襲医用機器のための新しい体

内移動機構の研究を行い、実際に臨床に向けた開発を進

めてきた。その過程で、カテーテルなどを体内で移動さ

せる際、機器表面と生体組織間の摩擦状態の適切なコン

トロールが、スムーズな移動を実現するために必要であ

る事が明らかになってきた。 

 本研究では、生体軟組織と体内医用機器表面の摩擦に

着目し、機器表面の摩擦制御技術の創出を目的とした。

低侵襲医療機器と生体組織との摩擦制御を目的として、

変動磁場による振動を利用した摩擦低減のモデル実験を

試みた。永久磁石による回転磁場を用いることで物体に

機械的振動を与え、接触する二物体の動摩擦を低減させ

る実験を行い、パラメータを変化させてその摩擦特性を

調べた。その結果、振動の効果により、無振動時に比較

して二面間の摩擦は20%程度まで減少することが確認さ

れた。 

 また、生体を模擬した粘性流体上、および、実際の生

体組織を用いた実験においても、先の実験と同様に摩擦

抵抗力の有意な減少を確認することができた。さらに、

摩擦を減少させるのとは逆に、みかけの表面摩擦力を増

大させることにも成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］摩擦、カプセル内視鏡、針、体内誘導、

カテーテル 

 

［研 究 題 目］ブーリアンカーネルを用いたブール関数

の帰納学習 

［研究代表者］佐土原 健（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐土原 健 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、データマイニング等への応用が期待される

ブール関数の帰納学習において、ブーリアンカーネルを

用いた学習アルゴリズムを開発することを目的とする。

任意のブール関数は、積和標準形で表現可能であるので、

論理積が張る特徴空間上の超平面として記述できる。ブ

ーリアンカーネルは、このような高次元の特徴空間の内

積を、空間の次元に依存しない計算量で計算する関数で

あり、Support Vector Machine(SVM)と呼ばれる学習

アルゴリズムに適用することで、特徴空間上の超平面を

効率良く学習することが可能になる。 

 平成15年度は、学習精度の向上を目的として、ブーリ

アンカーネルを用いた変数選択法に関する研究を行った。

ブーリアンカーネルは、論理積が張る空間上でデータを

正しく分離する超平面を、効率良く学習することを可能

にするが、今年度は、こうして学習された超平面 f を、

再びブーリアンカーネルを用いて分析することで、デー

タの分離に寄与しない変数を同定する手法に関して研究

を行った。提案手法は、ある特定の変数 x を含む論理

積を全て除去して得られる部分空間への f の制限 f'を、

ブーリアンカーネルを用いて効率よく計算する。そして、

この制限 f'の分離能力が f と比較して劣化していないと

き、変数 x を分離に寄与しない変数と判断する。この

ような手法を用いることで、変数間の相関を考慮に入れ

た上で、分類に寄与しない変数を同定することが可能に

なるので、さらなる分類精度の向上が期待される。実際、

変数の数、データの数等のパラメータを制御可能な人工

データを用いた実験により、提案手法が、既存手法より

も高い性能を有していることが確認できた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］データマイニング、機械学習、計算論的

学習理論 

 

［研 究 題 目］ケイ素－遷移金属錯体の合成、構造、反

応性および触媒反応への応用 

［研究代表者］島田 茂（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］島田 茂、林 輝幸 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ケイ素－遷移金属錯体の独自性、すなわち

これまで大きな発展を遂げている炭素− 遷移金属錯体

（有機遷移金属錯体）の化学とは異なる特徴、を明らか

にし遷移金属錯体の基礎科学の発展に貢献するとともに、

ケイ素化学のさらなる発展に重要なケイ素－ケイ素結合

生成反応を効率的に進行させる新規触媒の開発を目的と

する。平成15年度の検討項目と成果は以下の通りである。 

 三座型ヒドロシラン(2-SiH3C6H4)2SiH2を用いたケイ

素− 10族遷移金属錯体の合成に関しては、キレート型ホ

スフィンを有する0価ニッケル錯体との反応において、

溶液中および結晶中で異なる構造を示す興味深いシリル

ニッケル錯体が生成することを見出した。この錯体は単

結晶 X 線構造解析により、結晶中ではη2-(Si-H)Ni 構
造を持つ初めての例となるビス（シリル）η2-(Si-H)

ニッケル錯体であることが明らかとなった。一方、溶液

中では、温度可変多核 NMR および理論計算により4価
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Ni-H 構造を持つ初めての例となるトリス（シリル）ヒ

ドリドニッケル錯体であることを明らかにした。一方、

ホスフィン配位子をより嵩高いものにした場合、ヒドロ

シランの分子内反応により Si-Si 結合がニッケル錯体上

で形成されることを明らかにした。また、三核ヘキサシ

リルパラジウム錯体の反応性に関しては、同錯体の大量

合成を行い、ヒドロシランとの反応について検討を開始

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］遷移金属触媒、ケイ素、錯体 

 

［研 究 題 目］硝酸態窒素を蓄積するイオウ酸化細菌の

動態解析と数理モデル化による環境影響

評価 

［研究代表者］左山 幹雄（環境管理研究部門） 

［研究担当者］左山 幹雄 

［研 究 内 容］ 

 平成15年度は、細胞内に硝酸態窒素を高濃度に蓄積す

るイオウ酸化細菌（NA-SOB）が、沿岸海域の富栄養化

の進行に与えている影響を定量的に評価するために、以

下の研究を行った。 

１．NA-SOB の生息状況の時空間的動態の解明とそれ

を調節している環境要因の解析 

 NA-SOB の biomass（filament width, filament 
length, cell width, cell length）を測定する手法を

確立し、東京湾における NA-SOB の biomass の時空

間的動態の調査を開始した。デンマークオルボー大学

の Per Halkjaer Nielsen 博士等と協力して、東京湾

の NA-SOB の clone library を作成し、種組成が季節

的に変動していることを明らかにした。「現場設置型

水―堆積物界面濃度プロファイル測定装置」を用いて

水―堆積物界面近傍の環境条件（酸素・硫化物・

pH）を測定し、NA-SOB の生息状況の時空間的動態

を調節している環境要因の解析を開始した。また、

NA-SOB の細胞内に蓄積されている NO3-N の pool 
size を、減圧化学発光式 NOx 計を用いて、single 
filament 単位で定量する装置を作製した。 

２．NA-SOB が沿岸生態系の窒素循環に与える影響の

把握 

 「現場設置型水－堆積物間フラックス測定装置」を

開発し、水－堆積物間の酸素・硫化物・溶存態窒素の

フラックスの測定を開始した。この測定結果を、NA-
SOB の生息状況の時空間的動態と対比することによ

り、NA-SOB が沿岸生態系の窒素循環に与える影響

を定量的に評価する予定である。 

３．NA-SOB の窒素代謝メカニズムの解明 

 デンマ ー ク国立環 境 研究所の Peter Bondo 
Christensen 博士と協力して、NA-SOB の培養実験

系を構築し、水－堆積物間の酸素・硫化物・溶存態窒

素のフラックス、水－堆積物界面における酸素・硫化

物・pH の鉛直プロファイル、堆積物中における細胞

内硝酸態窒素濃度の鉛直プロファイル、脱窒活性 

(isotope pairing)及び DNRA 活性（15N 法）、NA-
SOB の single filament 中の細胞内硝酸態窒素濃度の

解析、及び硫酸還元活性（35S 法）を測定した。NA-
SOB を接種しない実験系（対照）と比較することによ

り、NA-SOB が硫化物を酸化して sulfide free zone を

形成することを明らかにし、堆積物表層の物質循環に

対して NA-SOB が極めて大きな影響を与えているこ

とを明らかにした。また、ドイツ ハノーバー大学の

Heide Schulz 博士と協力して、gradient culture を

用いて、東京湾堆積物表層に生息している NA-SOB
の単離・培養に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］イオウ酸化細菌、硝酸態窒素、窒素循環 

 

［研 究 題 目］個々の分類群のアバンダンス分布に基づ

くアンモニア酸化細菌群集の動態解析手

法の開発 

［研究代表者］諏訪 裕一（環境管理研究部門） 

［研究担当者］庄司 正、関戸 尊子、Paul Bodelier、 
Riks Laanbroek 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、環境微生物群集の群集構造を忠実に反映す

る、簡便・迅速な特徴付け手法、及び群集の構成微生物

群の分類学的位置づけ（分類群）推定のための新規手法

を開発し、プロトタイプを示すことを目的とする。窒素

循環での意義付けが明確な化学合成無機栄養アンモニア

酸化細菌（AOB）群集を対象とする。AOB は増殖速度

が遅くかつ菌体の収率も低いことから培養が困難である。

そのため群集構造解析では PCR をはじめとする分子生

物学的方法が求められることが多く、近年、PCR を用

いた AOB の定量的評価の可能性が検討されている。

AOB の定量に核酸定量法のひとつであるリアルタイム

PCR 法を適用することを試み、その妥当性について検

討し、標的遺伝子の定量値を過大評価または過小評価す

る場合があることを明らかにしてきた。今年度は、過大

あるいは過小評価されるケースが起こる機構の解明を行

い、正確な定量が可能な条件を特定した。さらに、環境

微生物群集の群集構造を構成する微生物分類群のアバン

ダンス分布として表現する新規方法開発の基本的構想を

得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］アンモニア酸化細菌、群集構造解析、定

量 PCR 

 

［研 究 題 目］マイクロバブルによる極限反応場を利用

した排水中有害化学物質の分解に関する

研究 

［研究代表者］高橋 正好（環境管理研究部門） 
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［研究担当者］高橋 正好、中山 紀夫 

［研 究 内 容］ 

 マイクロバブル（超微小気泡）の圧壊作用を利用して

水中の有害化学物質を分解するための研究を実施した。

まず、現象の発現状況を正確にとらえるためマイクロバ

ブルの圧壊に関連したフリーラジカルの測定を試みた。

測定は蒸留水中にスピントラップ剤である DMPO（5,5

ジメチル1ピロリン N オキサイド）を添加し、気液2相

流方式によりマイクロバブルを発生させた条件下で放電

衝撃波により物理的な刺激を加え、発生したフリーラジ

カルを電子スピン共鳴法（ESR）により測定した。な

お、マイクロバブル濃度は気泡径の50μm 以下のトー

タル量として約200個/L であった。その結果、ヒドロキ

シルラジカルなどの発生効率は、超音波を利用した場合

に比べて2桁以上優れたものであった。通常の超音波に

よる圧壊のメカニズムとしては、陰圧時に発生した微細

気泡が陽圧環境下で断熱圧縮され、消滅時に発生する超

高圧・超高温度による周囲の水の強制分解に伴うフリー

ラジカルの発生が考えられている。しかし、マイクロバ

ブルの圧壊の場合にはフリーラジカルの発生効率が著し

く高いため、超音波とは異なったメカニズムの介在が考

えられる。そこで、マイクロバブルの基礎物性として表

面電位を計測したところ、通常の pH 条件化では気泡は

マイナスに帯電しており、気泡収縮時にはゼータ電位の

急激な上昇が確認された。このことは収縮に伴い過多と

なった電荷が気液界面にそのまま濃縮していることを意

味している。マイクロバブルの圧壊は気泡収縮を強制的

に瞬時に行うため、電荷の濃縮は極めて著しいと考えら

れる。そのことから超音波のように超高温度による水の

かい離に伴うラジカル発生に加えて、マイクロバブルの

圧壊時には濃縮した電荷体からの直接的なラジカル発生

が関与している可能性が高い。また、そのラジカル発生

量は既存の技術に比べて著しく優位であるため、これを

利用して排水中などでの有機系化学物質の分解除去技術

として確立することが可能である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロバブル、圧壊、フリーラジカル、

有害化学物質分解 

 

［研 究 題 目］酸化触媒反応による難分解性有機塩素化

合物の腐植化促進とそれによる毒性変化

の評価 

［研究代表者］福嶋 正巳（環境管理研究部門） 

［研究担当者］福嶋 正巳 

［研 究 内 容］ 

 鉄ポルフィリン錯体などバイオミメティックな触媒の

土壌浄化への適用を図るため、難分解性有機塩素化合物

の無害化促進に寄与する腐植物質の機能を解明する。

H14年度は、鉄ポルフィリン錯体などバイオミメティッ

ク触媒系について、PCP の分解効率や生成物パターン、

腐植物質の添加効果について検討を行った。その結果、

水溶性鉄(III)－ポルフィリン錯体により、中性条件下

（pH6-7）でペンタクロロフェノール（PCP）の酸化が

効率的に起こることを明らかにした。また、これに泥炭

起源の腐植物質を添加すると、PCP の酸化と脱塩素化

が促進する結果を得た。また、麦藁堆肥、泥炭、黒ボク

土、褐色森林土、トロピカルピート等種々の起源の各土

壌から14種類程度の腐植物質を分離・精製し、各腐植物

質の化学組成や構造解析について元素組成分析（C、H、

N、S、灰分）、官能基分析、分子量解析、分光パラメー

タ解析を行った。これら腐植物質の構造パラメータと腐

植物質添加による PCP 分解率の促進の度合いとの相関

性を調べたところ、腐植化度の低い泥炭や堆肥由来の腐

植物質の添加が PCP 分解の促進に対して有効であるこ

とを明らかにした。一方、PCP の分解生成物について

も解析を行った。腐植物質を添加しない場合、PCP の

酸化生成物として o-テトラクロロキノン、ヒドロキシ

ノナクロロジフェニルエーテル類（H-NCDEs）、オク

タクロロジベンゾ-p-ダイオキシン（OCDD）が生成し

た。しかし、腐植物質共存下では、PCP より有害と考

えられる H-NCDEs や OCDD の生成を大幅に抑制する

ことができた。この理由として、PCP の酸化中間体

（ペンタクロロフェノキシラジカル等）の腐植物質への

ラジカルカップリングを経た共有結合に起因することを、

反応後の腐植物質分画の熱分解 GC/MS や13C-NMR
による解析結果から明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］腐植物質、バイオミメティック触媒、難

分解性有機塩素化合物、無害化 

 

［研 究 題 目］錯体光触媒による環境残留性パーフルオ

ロ酸化合物の分解・無害化処理 

［研究代表者］堀 久男（環境管理研究部門） 

［研究担当者］堀 久男、永長 久寛、指宿 堯嗣 

［研 究 内 容］ 

 パーフルオロ酸類は多くの産業用途に用いられてきた

が、近年これらの一部が環境水や生物中に検出されてい

る。従って環境中の蓄積を抑制し、生態系への影響や健

康被害の発生を未然に防止するためにはこれらの固定発

生源からの漏洩防止と共に廃棄物の分解・無害化を行う

必要がある。今年度は強い酸化力を有するヘテロポリ酸

H3PW12O40を光触媒として用い、代表的なパーフルオロ

カルボン酸類であるペンタフルオロプロピオン酸

（C2F5COOH;PFPA）およびノナフルオロペンタン酸

（C4F9COOH;NFPA）のフッ化物イオンへの分解を試

みた。光反応は H3PW12O40を添加したパーフルオロカ

ルボン酸水溶液に、酸素下で高圧水銀灯から紫外・可視

光照射して行った。液相中の化学変化はイオンクロマト

グラフィー、イオン排除クロマトグラフィーおよびエレ

クトロスプレー質量分析で、気相中のそれはガスクロマ
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トグラフィーおよび GCMS で追跡した。その結果、光

照射により PFPA の濃度は減少し、気相中に二酸化炭

素、液相中にフッ化物イオンが生成した。また、液相中

には PFPA から CF2が脱離したトリフルオロ酢酸も検

出された。120時間照射による反応のターンオーバー数

（PFPA 分解モル数／触媒モル数）は4.27であった。

NFPA の場合も二酸化炭素とフッ化物イオンが生成す

ると同時に CF2が脱離したカルボン酸 C3F7COOH が少

量検出された。CF2が脱離したカルボン酸はこの分解反

応の中間体と考えられ、さらに照射時間を長くすると検

出されなくなった。光照射しない場合や、H3PW12O40あ

るいは酸素が無い場合にはこれらの分解反応は起こらな

かった。従って H3PW12O40が光触媒として作用してい

ることは明白である。NFPA の場合、313nm における

量子収率は0.051であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］フッ素、光触媒、へテロポリ酸、無害化、

パーフルオロカルボン酸 

 

［研 究 題 目］臨界点近傍における圧縮性多成分系流体

の特異的熱輸送に関する研究 

［研究代表者］中納 暁洋（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 圧縮性多成分流体である空気の、 大露点近傍（臨界

点近傍）において発現する諸熱物理学現象の解明を目的

とした。超臨界空気を納めた実験セルの上下において温

度差を設け、レーザーホログラフィー干渉計を用いて可

視化実験を行ったところ、単成分系の流体では現れない

大きな密度勾配が形成されることが分かった。調査の結

果、この密度勾配は濃度分布の形成によりもたらされた

もので、「ソレ効果」と呼ばれる現象であることが分か

った。更に、超臨界空気においても 大露点近傍ではピ

ストン効果による熱輸送が行われていることを示唆する

実験結果を得た。また、本年度はレーザーホログラフィ

ー干渉計を用いた超臨界空気からの酸素の磁気分離に関

する可視化実験を試み、磁場勾配の大きな箇所に酸素が

強く引きつけられる様子を可視化することに成功した。

磁気力は体積力として働くことからクラスター化した酸

素分子が強く引きつけられたと考えられ、新たな酸素分

離方法の開発可能性を見いだすことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界、空気、ソレ効果、ピストン効果 

 

［研 究 題 目］飼育サンゴ骨格を用いた酸素同位体比等

の温度指標の高精度化に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋資源環境研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 サンゴ骨格を用いた海洋環境復元が近年注目されてい

るが、骨格の環境指標の中でも重要なのは「酸素同位体

比」と「ストロンチウム／カルシウム比（Sr/Ca 比）」

である。 近、長尺サンゴ試料分析例が多く報告されて

きているが、これらの骨格化学指標と水温あるいは塩分

との関係式には、誤差や研究者間の差異が大きい。そこ

で、野外ではなく、水温等を制御した実験水槽で飼育さ

れたハマサンゴ属の炭酸塩骨格中の酸素同位体比および

ストロンチウム／カルシウム比の水温依存性を高い精度

で定式化することが、本課題の目的である。課題2年目

にあたる平成15年度は、サンゴ骨格の酸素同位体比につ

いて考察を深めるとともに Sr/Ca 比の分析を行った。

恒温水槽を用いて6ヶ月間に渡り飼育したハマサンゴの

骨格染色実験の観察では、飼育期間中に2?5mm の骨格

成長量が認められた。この実験では21℃から29℃にまで

の5段階の温度区で、各5群体ずつの飼育が行われた。こ

のサンゴ骨格をスラブ（厚さ7mm）に加工し、超音波

洗浄器を用いて純水洗浄した後、ボール盤式の切削装置

を用いて、成長軸方向に0.4mm 間隔で微小サンプリン

グを行い、切削されたサンゴ骨格粉末の酸素同位体比を

測定した。骨格の酸素同位体比と水温は負の相関関係を

示した。同様の関係は Sr/Ca 比についても確認された。

酸素同位体比については、同一温度区内について大きな

群体間変異がみとめられた。これは骨格の酸素同位体比

が、低成長速度において、骨格の成長速度に依存するこ

とに起因すると考えられる（反応速度論的同位体効果）。

この結果は、安定同位体サンゴ骨格気候学への示唆に富

む。高精度環境復元には、骨格成長速度の大きい群体に

ついて 大成長軸に沿うサンプリングが極めて重要であ

り、今後の飼育実験に、クローン骨格片を用いることが

強く求められる。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］サンゴ、酸素同位体比、水温 

 

［研 究 題 目］カキ殻付着生物を利用した水質浄化と生

物生産力を向上させる技術の開発に関す

る基礎 

［研究代表者］三島 康史（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］三島 康史、星加 章、谷本 照己 

［研 究 内 容］ 

 マガキの養殖筏を浮き礁のモデルとして、マガキ貝殻

表面上に形成される生態系やその生産性向上の有効性を

評価する。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］カキ殻、付着生物、安定同位体比、生態

系 

 

［研 究 題 目］過去250万年間の地球磁場強度変動に関

する研究 

［研究代表者］山崎 俊嗣（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］山崎 俊嗣、小田 啓邦 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、松山期（78－260万年前）の相対古地磁気
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強度変動曲線を確立することを目的とした。研究には2

つの海域から得られた計5本の海底堆積物コアを用いた。

昨年度までにこれらのコアの古地磁気・岩石磁気測定を

終え、相対古地磁気強度データが得られていた。今年度

は、各コア間の精密対比とスタッキングを行い、過去

300万年間の古地磁気強度標準変動曲線を完成させた。 

 西部赤道太平洋カロリン海盆の2本のコアについては、

磁化率及び ARM の変動を、南シナ海の ODP Site 1143
において報告されているミランコビッチ周期にチューニ

ングされた酸素同位体比曲線と対比することにより、2

万年程度の精度で年代を決定した。カロリン海盆では、

古気候変動に伴う生物生産量の変動がもたらす希釈効果

により、磁化率変動が酸素同位体比曲線と良い相関を示

すことが知られている。南太平洋低緯度域のマニヒキ海

台において採取された3本のコアについては、酸素同位

体比の測定データ（PC4）、堆積物の色と ARM の変化

（PC2）、磁化率と ARM の変化（PC5）をそれぞれ

Site 1143の酸素同位体比曲線と対比することにより年

代を決定した。これらの年代を基準にスタッキングして

得られた相対古地磁気強度変動パターンは、それぞれの

海域内だけでなく、約7000km 離れている2つの海域間

においても、年代決定の誤差の範囲でよい一致を示した。 

 80～300万年前の古地磁気強度において、ブルン期の

標準曲線 Sint-800と同様に、10～20万年程度の間隔で

繰り返し極小が存在する。極小の多くは、地磁気逆転境

界及び今までに報告されたエクスカーションの年代と一

致するように見える。このことは、地磁気変動において

は、強度の急激な減少とそれに伴うエクスカーションが

頻繁に起きていて、ブルン期が特別な時期ではないこと

を示唆する。ガウス－松山境界をはじめ、地磁気逆転境

界において、いわゆる asymmetric sawtooth pattern
は見られなかった。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］古地磁気強度標準変動曲線、海底堆積物

コア、松山期 

 

［研 究 題 目］環境感受性が高い沿岸魚類の食生態分析

に基づく環境汚染動態解析手法の開発 

［研究代表者］山室 真澄（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］成島いずみ、張 新、石飛 裕（島根県

保健環境科学研究所・湖沼環境担当主

査）、平塚 純一（島根野生生物研究会、

会員） 

［研 究 内 容］ 

 東京湾などで内分泌攪乱作用が報告されているコノシ

ロは、汽水湖沼である島根県の宍道湖では大量死が問題

となっている。本研究では宍道湖東端の高塩分水逆流口

にあたる位置と西端の淡水流入口に近い位置で定置網を

用いてサンプルを採取し、また6月から夏季の長期に渡

って斃死個体が観察されたので、それらも採取して、ダ

イオキシン濃度と体サイズ、成熟度、生息塩分を反映す

る複数の指標との関係を分析した。 

 宍道湖でのコノシロの大量死は貧酸素でないときにも

発生した。定置網で漁獲したサンプルと斃死サンプルの

体長・湿重量・生殖巣重量（GW）の測定から、大量死

は生殖腺重量指数（GSI）の低下時期、即ち、産卵の終

期と一致していた。これにより大量死は産卵による体力

低下に関係していると推測した。 

 ダイオキシン濃度と相関が高かった指標は GW と

GSI（GW(g)/全重量(g)x102）だったが、GW と GSI
同士の相関も高いので、この2つは同じ現象、すなわち、

性的に成熟するにつれてダイオキシン濃度が高くなるこ

とを示すと解釈した。4月に東端で採取された個体、6月

に浮遊死体として回収された個体、12月に東西両端で採

取された個体を比較すると、サンプル数が少ない為有意

差は得られなかったが、6月に大量死した個体は、その

他の個体よりダイオキシン濃度が若干高かった。ダイオ

キシン分析に供しなかった6月における大量死個体と生

残個体とを比較すると、GSI に有意差がなかったこと

から、産卵期に向けて脂肪を蓄積したコノシロのうち、

より多くダイオキシンを取り込んだ個体が、免疫力や浸

透圧調節などの機能を低下させて死亡しやすくなり、大

量死した可能性が考えられた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］コノシロ・ダイオキシン・宍道湖・安定

同位体比・生殖巣 

 

［研 究 題 目］完新世における琵琶湖水位変動の復元 

［研究代表者］小松原 琢（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］小松原 琢、宮本 真二（滋賀県立琵琶

湖博物館）、濱 修（財団法人滋賀県文

化財保護協会）（職員1名、その他2名） 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 完新世における琵琶湖の水位変動過程を復元すること。 

（研究計画） 

 琵琶湖周辺におけるボーリングデータの収集・解析と

同時に、琵琶湖湖畔に数多く分布する内湖ないしそれが

埋め立てられた地点において自力で深度5～10m のボー

リングを掘削し、コアを採取する。コアの花粉分析－特

に水草花粉の産出状況－と年代値から湖畔各地点におけ

る水位変動過程を復元する。また、今までに得られてい

る考古学的研究データと照合して、水位変動とそれに対

応する人間活動について考察する。 

（平成15年度の実績） 

 既存ボーリング資料を基に広域火山灰・姶良 Tn テフ

ラの深度分布を検討するとともに、琵琶湖南東方の沿岸

環境を示す3箇所の遺跡で自力ボーリング掘削を行い、

コア試料を採取した。既存ボーリング資料の検討から、

姶良 Tn テフラの埋没深度は琵琶湖西岸で30～35m、東
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岸では10～25m と西岸の方がより深いこと、東岸では

系統的に西（湖寄り）に向かって深くなる傾向があり近

江盆地全体として西に傾動するパターンを示すこと、が

明らかになった。このような深度分布は、基本的に後期

更新世以降の地殻変動によるものと考えられる。ボーリ

ングは守山市三宅町、同赤野井浜遺跡および安土町竜ヶ

崎 A 遺跡において行い、それぞれ長さ5～7m のコア試

料を得た。竜ヶ崎 A 遺跡ではコア試料と遺物に随伴す

る試料の年代測定を行い、地表から深度1.3m 付近まで

の連続した腐植質泥層から約3000～4000年前の年代値が、

深度2m から6.3m（姶良 Tn テフラ挟在層準）までの泥

および砂層から約13000～24000年前の年代値が得られた。

これらの年代値は、当地において完新世前期に堆積間隙

が生じていること、その完新世中期に内湖が形成され、

特に内湖形成初期に泥質堆積物が急速に堆積したこと、

を示す。また、赤野井浜遺跡においては深度5.7m より

鬼界アカホヤテフラが得られ、当地から約1km 離れた

湖底遺跡（赤野井湾遺跡）と同一標高に同時間面を設定

することができた。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］完新世、琵琶湖、気候変動、地殻変動、

環境復元 

 

［研 究 題 目］エネルギー分散型回折による結晶構造解

析システムの研究 

［研究代表者］福田 大治（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高橋 浩之（東大）、 

国枝 雄一（東大院生） 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 材料からの回折 X 線をエネルギー情報を含めて取得

し、結晶構造の高精度解析を行なうことが可能なシステ

ムの実現を目標とする。 

（研究計画） 

 本プロジェクトでは、回折像の測定に極めて高い分光

能力を持つ超伝導放射線検出器を適用した X 線測定系

の開発を行う。超伝導金属イリジウムを転移端センサと

して使用した X 線検出部と超伝導量子干渉素子

（SQUID）を用いた信号読み出し系を東京大学と共同

して開発し、エネルギー分解能～10eV、計数率1kcps
の回折像取得が可能なシステムの構築を図る。 

（年度進捗状況） 

 平成15年度は、回折像の測定系を中心とした研究開発

を行い、以下の二点の主要な研究成果を得た。(1)エネ

ルギー分解能の向上：カラーラウエ像において、色情報

として も本質的な検出器のエネルギー分解能に関し、

その検出器内部の分解能制限要因についての重要な知見

を得た。極低温走査型放射光顕微鏡を適用し、μm ま

でコリメートした X 線を照射しながら検出器の位置応

答分布の測定を行ったところ、内部に6eV 程度の有意な

差が見られ、この内部応答分布の違いが分解能を劣化さ

せる要因として大きく寄与していることを世界で初めて

明らかにした。(2)検出器の二次元化：ラウエ像取得を

するためには、X 線のエネルギー情報だけでなくその入

射位置を同定する必要がある。そこで X 線の色情報と

位置情報を同時に観察することが可能なピクセル型のカ

ロリメータアレイを開発した。ピクセル数20を持つデバ

イスを試作し、X 線照射により位置情報の取得を試みた

ところ、分解能13eV の性能と、ほぼ全ピクセルに対す

る入射位置同定に世界で初めて成功した。以上により、

時間情報、位置情報、色情報の同時取得が可能なシステ

ムの構築の実現に向け展望を開くことが出来た。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高エネルギー分解能、極低温、超伝導検

出器、単一光子検出 

 

［研 究 題 目］都市圏における人為起源元素の分別分析

と多元素相関解析 

［研究代表者］千葉 光一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲垣 和三、伊藤 彰英（名古屋大学・

大学院工学研究科）、 

藤森 英治（名古屋大学・工学部） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、都市圏（＝人間活動）から排出される元

素について、環境中での循環挙動と影響を解析すること

を目的とする。昨年度は、都市圏を代表する試料として

大気浮遊粒子に着目し、誘導結合プラズマ質量分析法

（ICP-MS）及び誘導結合プラズマ発光分析法（ICP-
AES）を用いて、大気浮遊粒子の主成分から超微量元

素までの多元素年度は定量法を確立した。本年度は名古

屋大学工学部7号館屋上に、ハイボリュームサンプラー

および分級捕集可能なローボリュームサンプラーを設置

し、粒径別に浮遊粒子試料を採取した。捕集した粒子状

物質は、硝酸／フッ化水素酸／過塩素酸を用いる酸分解

法及びマイクロ波加熱酸分解法を検討し、ICP-AES 及

び ICP-MS により全元素定量と粒子径別の多元素定量

を行った。 

 ハイボリュームエアサンプラーは粒径0.3～10μm の

粒子が捕集でき、毎日10時間の捕集を行って浮遊粒子状

物質の多元素濃度モニタリングを実施した。2003年10月

における自然起源元素の代表と考えられる Al と人為起

源元素の代表と考えられる Pb に着目して大気中濃度の

変動と降水量、捕集量との関連に関して検討した。降水

量が高いときには粒子捕集量が少ない傾向があり、Al
と Pb の濃度分布は何れも捕集量が多いほど高濃度を示

す傾向が見られた。ロウボリュームエアサンプラーによ

る粒径別捕集の結果から、Al は粒径10μm 以上の比較

的大きな粒子中に存在するのに対し、Pb は粒子径1μm
以下の小さな粒子中に多く分布していた。したがって、

Pb は煤煙や排気ガスなどの人為起源粒子に多く含まれ
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ており、Al は土壌粒子などの自然起源粒子に多く含ま

れていると考えられる。現在、濃縮係数による解析およ

び Pb と Sb の同位体比の計測を行い、人為汚染元素の

挙動や起源について考察している。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大気浮遊粒子、人間活動と元素 

 

［研 究 題 目］血管誘導因子を用いた骨再生技術の開発 

［研究代表者］植村 寿公 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］植村 寿公 

［研 究 内 容］ 

 骨の再生を誘導するには骨芽細胞による造骨作用が

も重要であるが、それら細胞に栄養分や酸素を供給する

血管新生が十分に伴うことが重要である。現在までの組

織工学、特に多孔性セラミックス材料を用いた骨におけ

る組織工学において、骨芽細胞の活性を高めるために多

くの努力がなされているものの、血管誘導を伴わせた骨

再生の試みは極めて少ない。本プロジェクトにおいて、

骨における組織工学モデル（ラット骨髄細胞を用いた）

において血管誘導を遺伝子工学的に行い、骨再生効率が

亢進することを示すことにより、血管誘導因子の導入の

重要性を明らかにし、今後の組織工学技術に貢献する。 

 本年度は血管誘導性因子 VEGF の cDNA を導入した

アデノウイルスを、ラット骨髄由来骨芽細胞に感染させ、

多孔性セラミックス材料に播種した後、ラットの皮下、

および骨欠損モデルに移植し、その後の骨形成を詳細に

検討した。生化学的評価として、アルカリフォスファタ

ーゼ活性、オステオカルシン発現量により評価した結果、

これらの因子がウイルス感染により亢進することが分か

った。更に、組織化学的には HE 染色による新生骨の

増加だけでなく、TRAP 染色により破骨細胞も誘導し

ていることが明らかになった。以上の結果から、VEGF
遺伝子導入により、骨形成の亢進、骨リモデリングの誘

導がおこることが明らかになり、VEGF 遺伝子の導入

が、骨における組織工学技術に有効に働くことが確認で

きた。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］ティッシュエンジニアリング、血管新生 

 

［研 究 題 目］年齢軸制御の分子機構に関する構造生物

学的および計算科学的解析 

［研究代表者］舘野 賢(年齢軸生命工学研究センター) 

［研究担当者］舘野 賢、山崎 和彦、倉地須美子、 

倉地 幸徳 

［研 究 内 容］ 

目標：年齢軸の制御を担う「シグナル配列（遺伝子内の

塩基配列）とその認識タンパク質との相互作用様式」に

ついて、計算科学的手法を駆使して構造生物学的に解析

する。これにより年齢軸制御の機構を原子解像度で解明

し、疾病治癒のための薬剤設計へむけた基盤を創出する。 

研究計画：「年齢に伴い発現および活性パターンが変化

する因子」（例えば第9因子など）の遺伝子内には、その

上流および下流域に特徴的なシグナル配列が見られ、倉

地らによって、それぞれ ASE（Age-related Stability 
Element）および AIE（Age-related Increase Element）
と名付けられた。遺伝子内における位置から、ASE は

特異的な転写因子によって認識され、また AIE は転写

産物（RNA）としてその機能を発現すると考えられる。 

 そこで本研究は、(a) ASE とそれに特異的な認識タ

ンパク質（転写因子）との相互作用様式を明らかにする

と共に、(b) AIE がコードする RNA の立体構造を解析

し、その機能発現の機構を明らかにする。これらによっ

て、制御シグナルの機能を人為的かつ特異的に改変し、

疾病治療法・治療薬等の開発研究を行うための基礎的知

見を得る。 

年度進捗状況：倉地らは、ASE を特異的に認識する転

写因子の同定を試み、昨年度までに、その因子の候補の

決定に近づいた。しかし実際には、その 終決定に至る

までにはなお、実験的な困難と不確定性の存することも

明らかになってきた。 

 そこで本年度においては、生物情報学的手法も駆使し

て、現在の実験データを元に当該のターゲット因子をゲ

ノムおよび立体構造データベース内に検索することをま

ず試みた。ASE の塩基配列から、これを特異的に認識

する転写因子を検索したところ、Ets ファミリーが単独

で該当した。このタンパク質ファミリ内において、さら

に特異性を絞ったところ、複数の因子が強い候補となっ

た。加えて、倉地らによって進められているプロテオミ

クス解析によると、（他の研究グループによる従来の報

告に反して）同ファミリ内のもっとも主たる因子が、肝

臓においても発現していることが明らかになってきた。

その結果に基づけば、同因子もまた当該ターゲットの候

補として矛盾しないことがわかった。 

 これらより ASE を特異的に認識する因子は、Ets フ

ァミリ内にある可能性がきわめて高く、しかもファミリ

内の も主たる因子などと（進化的・機能的に）近い存

在であることが示唆された。したがって、これらの

DNA 認識機構を解析することは、ASE の特異的な機能

発現を明らかにするために不可欠の知見をもたらすと強

く期待される。そこで、これらの因子と DNA との複合

体を、構造モデリング技術を駆使して構築し（3ステッ

プモデリング法・ステップ1）、さらに分子動力学計算を

開始するに至った（同ステップ2）。 

 現在、シミュレーションが進行中であり、今後この結

果を詳細に解析する予定である。これによって、ASE
の機能発現機構の深い理解に、原子解像度における重要

な示唆を与え得ると共に、医薬科学への応用基盤につな

がるものと期待される。 

［分 野 名］生物物理学 
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［キーワード］コンピュータシミュレーション、構造モ

デリング、転写因子、DNA構造、分子

認識、年齢軸生命工学 

 

［研 究 題 目］体内時計を伺っている視交又上核内マス

ター細胞の同定 

［研究代表者］浜田 俊幸 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］浜田 俊幸 

［研 究 内 容］ 

 2コンパートメントモデルを用いた光刺激による体内

時計の同調機構の解明 

 体内時計の存在部位である視交叉上核にある

Calbindin D-28K（CalB）細胞は通常、時計遺伝子発

現（Per1と Per2 mRNA 発現）がほとんどないが、夜

間の光刺激に対してのみ、刺激に反応して時計遺伝子を

発現する。この領域とは逆に時計遺伝子がリズミックに

変化し、光刺激に影響されない Vasopressin（VP）領

域がある。体内時計は1日の中の決まった時間にしか動

かすことができない。光は夜の時刻に特異的に体内時計

を動かすが、私は2コンパートメントモデルを用いて、

この機構の解明を試みた。今回、CalB 細胞が光刺激を

体内時計機構に伝達するゲート細胞であることを CalB
アンチセンスを用いた実験から明らかとした。CalB 蛋

白の細胞内、核の局在にサーカディアンリズムがあり、

昼低く、夜に高いというリズムを示すことを発見した。

さらに CalB アンチセンスオリゴを投与することにより、

夜間の光刺激が引き起こす体内時計を動かす機構を抑制

し、逆に体内時計を動かすことができない昼間の光刺激

により、体内時計を動かすことを明らかとした。このこ

とから CalB 細胞が光情報を選択的に体内時計機構に伝

えていることが分かった。次に光情報がどのようにして

CalB 細胞から時計細胞全体に伝達されるか調べ、光情

報は CalB 細胞から通常、時計遺伝子がリズミックに発

現している VP 領域のごく限られたところに伝達するこ

と、そしてその領域から遅い速度で規則正しく周辺の細

胞群に情報を伝達していくことを明らかとした。 

［分 野 名］生理学 

［キーワード］体内時計、日内リズム 

 

［研 究 題 目］破骨細胞における新規核内アポトーシス

制御因子 DRAK1の機能に関する研究 

［研究代表者］植村 寿公 

（年齢軸生命工学研究センター） 

［研究担当者］植村 寿公 

［研 究 内 容］ 

 われわれは破骨細胞に特異的に発現するアポトーシス

誘導因子 DRAK1（death associated protein-kinase 
related apoptosis-inducing protein kinase）のクロー

ニングに成功した（Kojima, Nemoto, Uemura et al. 

J.Biol.Chem. 276(22) 19238 (2001)）。この新規アポト

ーシス制御因子の破骨細胞における発現プロセスを観察

し、骨リモデリング過程における DRAK1の役割につい

て調べることが本研究の目的である。本年度は実験に用

いるためのモデルシステムを破骨細胞のアポトーシスを

誘導することが知られているビスフォスフォネートを用

いて検討した。 

 Kakudo らの方法を用いて純化したラビット破骨細胞

を。典型的なビスフォスフォネートの1種、クロドロネ

ートを添加した培地でアイボリー上で培養した。定量的

RT-PCR 法により DRAK1の時間的変化を追った結果、

3時間後に発現の大きなピークを得た。クロドロネート

により誘導されるアポトーシスに DRAK1が関与するこ

とが明らかになった。また、caspase-3活性、bcl-2, 
bax の発現の時間変化とも相関があることから、ミトコ

ンドリアを介したシグナル伝達機構の一部に位置し、

caspase-3のインヒビターによる効果から、caspase-3
の下流に位置することが分かった。以上の結果から、

DRAK1の破骨細胞におけるアポトーシスにおける機能

を解明するため、本モデルが有効であることが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス分野 

［キーワード］破骨細胞、アポトーシス、カイネース 

 

［研 究 題 目］細胞の不死化に関与するテロメア結合タ

ンパク質 TRF1の機能の解析 

［研究代表者］中西 真人（ジーンファンクション研究

ラボ） 

［研究担当者］中西 真人、岡部 潤 

［研 究 内 容］ 

 分化したヒト体細胞は、分裂可能な回数が決まってい

る。これを細胞寿命という。例えば、胎児から単離した

線維芽細胞は比較的長い寿命を持っているが、それでも

50回から70回の細胞分裂後に増殖が停止し、老化のマー

カーを発現してやがて死に至る。この細胞寿命は遺伝的

に厳密に制御されており、ES 細胞のような未分化の細

胞では無限の寿命を持つが、分化の過程で寿命が決定さ

れ、さらにこれが破綻して無限の細胞寿命を持った細胞

が癌であると理解されている。そのため、細胞寿命の決

定機構とその破綻のメカニズムを理解することは、癌の

予防と治療、さらには再生医療の実用化に大きな意義を

持っている。ヒト細胞の寿命を調節する機構として も

有力なのが、染色体末端のテロメアを介した寿命の決定

機構である。ヒト染色体の末端にあるテロメアは

（TTAGGG）n という単純な繰り返し構造を持つ DNA
（テロメア DNA）とそれに結合するテロメア配列結合

タンパク質 TRF1、TRF2からできている。しかし、こ

れらと細胞寿命が具体的にどのように関わっているのか

とうことについてはほとんど明らかになっていない。

我々のこれまでの研究から、テロメア配列結合因子の一

つ TRF1の細胞内の量がテロメア構造の維持を決定する
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因子であることが明らかになっていた（Okabe, et al., 
2000）。本年度は、TRF1と細胞の不死化の関係を解析

し、不死化している細胞では例外なく TRF1の発現量が

上昇していること、また、正常線維芽細胞をさまざまな

方法（発癌遺伝子の強制発現・放射線・発ガンウイルス

による形質転換）で不死化するとテロメラーゼの誘導の

有無にかかわらず必ず TRF1が誘導されてくることを見

いだした。これらの事実は、TRF1の寿命の調節と直接

的に関わっていることを示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］テロメア、細胞寿命、癌化 

 

［研 究 題 目］従来型キネシン分子モーターの二足歩行

モデルの直接検証 

［研究代表者］廣瀬 恵子（ジーンファンクション研究

ラボ） 

［研究担当者］廣瀬 恵子、加世田国与士 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 キネシン分子モーターの連続運動を説明するモデルと

して広く受け入れられているのは、二つのモータードメ

イン（頭部）が交互に微小管と相互作用し、ATP を加

水分解して8nm ずつ前進するという“hand-over-hand 
model”であるが、このモデルの真偽は明らかでなかっ

た。本研究は、片方の頭部を活性の低い変異体にしたヘ

テロダイマーキネシンを作成し、その運動を一分子ナノ

メトリー法で測定することにより、このモデルを検証す

ることを目的とした。 

研究計画： 

 もしキネシンが二頭を交互に使っていれば、片方の頭

部を活性の低い変異体にしたヘテロダイマーキネシンで

は、遅い8nm ステップと通常の8nm ステップが交互に

見えるはずである。このような交互のステップを観察可

能にするためには、片方の頭部の活性が野生型と比較し

て充分低く、しかも微小管上を連続的に運動できるヘテ

ロダイマーキネシンを作成する必要がある。本年度は、

このような変異体を見つけてヘテロダイマーキネシンを

作成する。 

年度進捗状況： 

 キネシンのヌクレオチド結合部位に変異を入れた変異

体を数種類作成し、その運動活性を測定した。運動活性

が充分低い変異体について、野生型とのヘテロダイマー

を作成し、光ピンセット法をもちいて運動特性を測定し

た結果、微小管上を連続的に運動するヘテロダイマーを

得ることができた。一分子のヘテロダイマーによるビー

ズの動きを詳しく解析した結果、この分子の8nm ステ

ップの時間間隔が長短、交互になっていることがわかっ

た。この結果は、hand-over-hand model を世界で初め

て直接証明したものである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞運動、分子モーター 

 

［研 究 題 目］リサイクルを指向した強相関ペプチドポ

リマーマテリアルの創成 

［研究代表者］横山 憲二（先端バイオエレクトロニク

ス研究ラボ） 

［研究担当者］横山 憲二  

［研 究 内 容］ 

 リサイクル利用でき、さらに多種類の標的タンパク質

を検出できるキナーゼ測定用ペプチドチップに関する研

究を行った。すなわち、蛍光エネルギー転移によるクエ

ンチングを利用し、分裂促進物質活性化タンパク質キナ

ーゼ（MAPK キナーゼ）の活性をイメージングするた

めのペプチドの設計を行った。本センサーペプチドは、

リン酸化されることにより負電荷が生じて親水性が高く

なり、立体構造変化を起こして、蛍光強度が変化すると考

えられる。具体的には、MAPK の配列（HTGFLTEYVAT、
下線のチロシンとトレオニンがリン酸化される）を含む

種々のペプチドを用いて、このペプチドの C 末端に蛍

光ドナーとして EDANS を、N 末端にクエンチャーと

して dabcyl を修飾したペプチドを合成した。 

 合成によって得られた非リン酸化及びリン酸化センサ

ーペプチドの蛍光スペクトルを測定した結果、リン酸化

センサーペプチドの蛍光強度は、非リン酸化ペプチドよ

り大きく、顕著な差が見られた。これは、センサーペプ

チドがリン酸化されることによって、親水性が高くなり、

ペプチドが伸びたような構造をとるために、蛍光色素間

の距離が離れ、エネルギー転移が起こりにくくなったた

めであると考えられる。これにより、複数のキナーゼ活

性をモニタリングできるチップの作製の可能性が示され

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ペプチドチップ、MAP キナーゼ、蛍光

共鳴エネルギー転移 

 

［研 究 題 目］蛍光共鳴エネルギー転移を利用したセン

サーペプチドの創成 

［研究代表者］横山 憲二（先端バイオエレクトロニク

ス研究ラボ） 

［研究担当者］横山 憲二  

［研 究 内 容］ 

 蛍光エネルギー転移によるクエンチングを利用した、

cAMP 依存性プロテインキナーゼ（PKA）の活性をイ

メージングするためのペプチドの設計を行った。本セン

サーペプチドは、リン酸化されることによって親水性が

高くなり、立体構造変化を起こし、蛍光強度が変化する

と考えられる。具体的には、Kemptide 配列（LRRASLG）

を含む種々のペプチドを用いて、このペプチドの C 末

端に蛍光ドナーとして、EDANS を、N 末端にクエンチ

ャーとして、dabcyl を修飾したペプチドを合成した。 
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 合成によって得られた非リン酸化及びリン酸化センサ

ーペプチドの蛍光スペクトルを測定した結果、リン酸化

センサーペプチドの蛍光強度は、非リン酸化ペプチドよ

り大きく、顕著な差が見られた。これは、センサーペプ

チドがリン酸化されることによって、親水性が高くなり、

ペプチドが伸びたような構造をとるために、蛍光色素間

の距離が離れ、エネルギー転移が起こりにくくなったた

めであると考えられる。一方、塩基性アミノ酸を伸長さ

せたペプチドでは、反対にリン酸化により蛍光強度が小

さくなった。これはリン酸化により、電荷が中和され、

それゆえ縮んだ構造になるためであると考えられる。ま

た、PKA 反応後のセンサーペプチドの HPLC の溶出時

間は、合成によって得られたリン酸化センサーペプチド

の溶出時間と一致し、本センサーペプチドは、PKA に

よってリン酸化されることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ペプチドチップ、cAMP 依存性キナー

ゼ、PKA、蛍光共鳴エネルギー転移 

 

［研 究 題 目］情報幾何に基づく確立伝搬法の解析 

［研究代表者］本村 陽一（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］本村 陽一 

［研 究 内 容］ 

情報幾何に基づく確率伝搬法の解析 

(a) 目標： 

 確率推論アルゴリズムの一つである確率伝搬法の解

析を理論的、実験的に進める。 

(b) 研究計画： 

 ベイジアンネットにおける確率推論アルゴリズムに

ついて調査を行い、確率伝搬法の性能を実験的に評価

する。 

(c) 進捗状況： 

 ベイジアンネットにおける確率推論アルゴリズムに

ついて調査を行い、性能を実験的に評価するためのプ

ログラムを実装した。さらに、ノード数が20～300ま

でのベイジアンネットを自動的に生成しそれらに対す

る各種の確率推論アルゴリズム（Junction tree アル

ゴリズム、システマチックサンプリングアルゴリズム、

確率伝搬法の一種である LoopyBP アルゴリズム）の

性質を調べあげた。その結果、よく使われている

Junction tree アルゴリズムではノード数が300以上で

は、512MB メモリの PC ではメモリ不足のために実

行が不可能になること、ノード数が100の場合でも確

率推論アルゴリズムの速度が10秒程度かかってしまう

問題があることを明かにした。またその代替的な近似

アルゴリズムであるシステマチックサンプリングでも

ノード数300では20秒以上かかっている。それに対し

LoopyBP ではノード数300で4.7秒と非常に高速であ

ることを明かにした。これまでの推論アルゴリズムの

実験評価（1999 K.Murphy et.al.）では2種のベイジ

アンネットについてのみであったのに対し、本研究で

は様々なサイズのベイジアンネットについての網羅的

な実験であり、これは他に類を見ないものである。ま

た、LoopyBP アルゴリズムの収束性についても実験

評価を行い、条件付確率のエントロピーが収束性に大

きな影響を与える性質があることを明らかにした。こ

の性質を使って、LoopyBP の収束性を改善する新し

いアルゴリズムを考案し、特許出願を行った。解の精

度については定性的な傾向は明かになったが、アルゴ

リズムの収束性と精度の間にはトレードオフが存在す

るため、その制御方法が今後の課題として明かになっ

た。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］確率推論、ベイジアンネット、近似アル

ゴリズム 

 

［研 究 題 目］ヒトの複合動作生成のための力学的動作

理解 

［研究代表者］宮田なつき（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］宮田なつき 

［研 究 内 容］ 

 人間工学的製品設計を目的として、ヒトを CAD に取

り込んだコンピュータマネキンなど、個人差を反映した

ヒトの動作生成モデルの構築が求められている。本研究

では、ヒトの動作がそもそも複数の力学的意図の重合さ

れた結果であるという立場にたち、与えられた環境・ヒ

ト特性に応じたヒトの全身複合動作を生成するために、

力学的意図の抽出により表現する方法論の構築を目的と

する。具体的には、力学的意図を評価関数の形で記述し、

冗長自由度系制御モデルを適用して生成した動作に対し

適切な評価関数の動的な重みを求めることで、力学的意

図の抽出を図る。環境条件として、棚高さに応じた係数

の変化の分析を行うこととした。力学的意図としては、

重心安定性、関節トルク低減の二つの項を考慮し、それ

ぞれを単体で用いた場合と、両者を組み合わせた場合に

ついて、関節角度の変化とともに視覚化を行った。その

結果、動的な係数の変化パターンは、関節によって、ま

た用いる評価式（の組み合わせ）によって異なることが

わかった。まず、動作全体を一かたまりで捉えた場合、

ピークの位置やゲインの観点から、大きく分けて二種類

のパターンが見られた。このことから、動作自体が環境

条件に応じて、大きく分けていくつかのグループに分け

られることが予想される。また、より詳細に結果を見て

いくと、環境条件（棚高さ）に対するパラメトライズが

可能であるような規則的なパターン変化が、動作を時系

列データで捉えた場合に、立ち上がるフェーズ、荷物を

置くフェーズなど異なる区分で現れ、評価項目の選び方

によっては、関節角度パターンよりも見通しが良いこと
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が分かった。 

［分 野 名］情報通信、ライフサイエンス 

［キーワード］デジタルヒューマン 

 

［研 究 題 目］形態と姿勢を再現する手のデジタルモデ

ルの研究 

［研究代表者］河内まき子（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］河内まき子、宮田なつき、持丸 正明 

［研 究 内 容］ 

 設計目的に応じて多様な姿勢でのテの形態の個人差を

デジタルモデルとして合成することを目標とする。この

ために形態計測に基づく代表的なサイズ、プロポーショ

ンをもつテの形態生成、ものをつかむときの姿勢計測に

もとづく姿勢生成を行なう。成人男女約100名について

約80項目の寸法を計測し、平均形態および因子分析を用

いて被験者の95%をふくむような確率楕円上の代表形態

がもつ寸法を算出し、これに基づく手の3D デジタルモ

デルを作成した。複数姿 勢で手を MRI 計測し、骨表

面形状を抽出し、近位骨を重ね合わせることによって遠

位骨が回転する回転軸を求めた。これによって、指の関

節軸が平行ではなく、屈曲角度によって回転軸が変化す

ることを明らかにした。MRI 画像から取得した骨とマ

ーカの位置関係が、関節運動によって 大10mm くら

い変化することを明らかにし、skin movement artifact
の影響を無視できるような、運動計測に基づく関節中心

決定法を構築し、手の運動計測を行なった。 

［分 野 名］情報通信、ライフサイエンス 

［キーワード］応用人類学、デジタルヒューマン 

 

［研 究 題 目］超高感度・超解像振動分光法の確立とナ

ノ構造体／溶液界面への適用 

［研究代表者］二又 政之（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター） 

［研究担当者］二又 政之、松田 直樹、清水 敏美、 

澤田 嗣郎、片山 建二 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究では、単一分子検出感度と10nm 以上の空間分

解能を有する超解像の赤外・ラマン分光法の確立を目標

とする。それによりナノ構造体／溶液界面での機能発現

メカニズム・形成過程・分子認識メカニズムの解明、電

気二重層の構造や反応素過程の解明を行なう。並行して、 

スラブ光導波路（SOWG）や非線形ラマン分光法を利

用して金属以外の電極や誘電体／溶液界面に適用できる

超高感度分光法の確立・適用を行う。 

成果： 

 表面増強ラマン散乱に関しては、銀ナノ粒子接合部に

1個の吸着分子が存在するとき、巨大な増強度が得られ

ることをラマンスペクトルと弾性散乱スペクトルの時間

相関から明らかにした。さらに、FDTD 数値計算法に

より単一分子感度を与える金属ナノ構造として、シャー

プなエッジを有する三角柱を見出した。それを実際にナ

ノ粒子リソグラフィにより形成し、単一分子ラマン検出

を実証した。近接場ラマンに関しては、50nm の空間分

解能でのラマンイメージとトポグラフィの同時検出に成

功した。近接場赤外に関しては、構築した FT-IR と倒

立型顕微鏡、AFM により、金属チップ増強赤外吸収測

定に成功した。スラブ光導波路（SOWG）分光法に関

しては、ITO 薄膜を形成した SOWG の作成条件を 適

化し、電気化学的に制御可能かつ安定な手法の確立を進

めた。超高感度分光法のナノ構造体／溶液界面への適用

に関しては、水／ニトロベンゼン界面に存在するイオン

性界面活性剤分子により誘起される化学振動を電気化学

的測定と準弾性光散乱法による表面張力の同時測定によ

り解析し、分子レベルでの振動のオリジン・メカニズム

を解析した。表面増強ラマン散乱のメカニズムに関して、

過渡反射格子法により検討し、SERS 活性な金表面に吸

着した色素分子等で、電子移動を証拠づける表面プラズ

モンの新たな緩和パスを見出した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超解像・超高感度振動分光、光導波路分

光、非線形ラマン、有機ナノチューブ 

 

［研 究 題 目］ナノコンポジット基板を利用したナノデ

バイス作製基礎技術 

［研究代表者］越崎 直人（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター）  

［研究担当者］佐々木 毅、清水 禎樹、寺嶋 和夫 

［研 究 内 容］ 

 構造が精密に制御されたナノコンポジット基板とマイ

クロプラズマ技術を利用してカーボンナノチューブ生成

実験に適用することで、機能部品同士の結線などに必要

となる低温での無機系ナノ構造体の生成技術の検討を行

った。前年度は、ニッケル分散・モリブデンマトリック

スのナノコンポジット薄膜基板を使ってカーボンナノチ

ューブが円錐状に自己集合したユニットがアレー状に集

合した構造体の生成に成功したが、今年度は酸化チタン

やシリカをマトリックスとしてニッケルを分散させたナ

ノコンポジット基板上にも同様な構造を生成させること

に成功した。また、これらの構造の電界放射特性を測定

したところ、通常のナノチューブ配向膜と比較して約2

倍の電界放射電流が観測された。マイクロプラズマ技術

を利用したナノワイヤリング用基礎技術に関する研究で

は、微小空間に閉じこめられたマイクロプラズマを使っ

て、カーボンナノチューブの低温・大気圧条件下での生

成を目指した実験を行った。100ミクロン以下のガラス

キャピラリー中にフェロセンとメタン・アルゴン混合ガ

スを導入し、プラズマを室温・大気圧条件下で発生させ

ることで、20W の低投入電力条件下でカーボンナノチ
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ューブの生成に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノコンポジット、基板、マイクロプラ

ズマ、カーボンナノチューブ 

 

［研 究 題 目］鉛非含有ビスマス系新規強誘電・圧電薄

膜デバイスの開発 

［研究代表者］松田 弘文（スマートストラクチャー研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

 半導体微細加工技術を用いた圧電材料膜マイクロ

MEMS デバイスは、マイクロポンプ、マイクロアクチ

ュエータ、マイクロセンサ、高周波フィルタ、といった

医療・化学工業や精密加工技術、電気通信分野と広い応

用が期待され、盛んに研究が行われている。ところが従

来は、チタン酸ジルコン酸鉛（PZT）膜を用いた研究が

殆どで、環境への関心の高まりから問題視されている、

鉛を構成元素として含んでいる。そこで本研究では、鉛

を含まない圧電膜の合成と圧電デバイス化を目標とした。

2年間の研究期間のうち、初年度の平成14年度で、高品

質かつ高性能な Bi4Ti3O12（BIT）系多結晶強配向薄膜

の合成方法を確立し、併せてデバイス設計に必須の基礎

的な圧電特性・強誘電特性の評価を行った。平成15年度

は、配向制御を行った厚膜を合成する技術を確立し、ド

ライエッチング技術を用いて単純な形状への加工技術の

確立を試みた。 

得られた成果は、 

1) 膜厚3μm の BIT 基多結晶強配向厚膜を、直径1イ

ンチ程度の Si 基板上に、化学溶液法を用いて安価に

大面積合成する技術を確立した。 

2) 1μm 程度にドライエッチングを行う微細加工技術

を確立した。 

3) 原子間力顕微鏡（AFM）および、レーザー変位計

にる圧電・強誘電特性の評価を行い、薄膜の測定手法

である前者と、バルク体の評価手法である後者の測定

技術を世界に先駆けて融合した。またその測定結果は、

多結晶薄膜において単結晶材料の持つ理想的な圧電・

強誘電体特性を発現させた、先駆的な成果である。 

 以上の成果をもとに、Applied Physics Letters 誌の2

報を含む、国内外の有力学術論文誌に論文が掲載され、

国内特許2件の出願を行った。また国際会議にて3件の招

待講演を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ビスマス層状構造強誘電体、圧電体薄膜

MEMS デバイス、強誘電メモリデバイ

ス、化学溶液法、配向制御、原子間力顕

微鏡、圧電力顕微鏡 

 

［研 究 題 目］超音波伝播特性による繊維強化プラスチ

ックの長期耐久性評価手法の開発 

［研究代表者］遠山 暢之（スマートストラクチャー研

究センター）  

［研 究 内 容］ 

１．ラム波伝播速度測定による FRP 直交積層板の疲労

損傷の検出 

 FRP 直交積層板に超音波発信・受信センサを接着

し、静的引張り試験および疲労試験の際に発生するト

ランスバースクラックをリアルタイムにラム波伝播速

度および超音波の減衰特性から検出することを試みた。

クラック数の増加に伴い、ラム波伝播速度および検出

信号の振幅はいずれも低下し、クラックの検出が可能

であることを確認した。さらに前年度までの研究によ

り得ているラム波伝播速度低下率とトランスバースク

ラック数との関係式を用いて、リアルタイムに測定し

たラム波伝播速度低下率からクラック数を評価した結

果、観察により得られたクラック数をほぼ妥当に評価

できることが明らかになった。以上の結果より、本手

法は FRP 直交積層板の長期耐久性評価手法として有

効であることを実証した。 

２．FRP 直交積層板の衝撃層間剥離の定量検出法の開

発 

 FRP 直交積層板に衝撃負荷を加えることにより発

生する層間剥離の大きさと位置を定量的にかつ迅速に

検出する手法の開発を試みた。超音波発信・受信セン

サを一定の距離を保ち、積層板上を線走査することで

ラム波到達時間分布を測定した。到達時間の減少とし

て層間剥離が明確に検出され、さらに得られた到達時

間を用いて、本研究で構築したラム波伝播モデルを基

に層間剥離長さを評価することができた。さらに層間

剥離が検出された線上で検出信号の振幅測定を行う線

走査を実施した結果、著しい振幅低下として層間剥離

端部を検出することができた。以上の2回の線走査に

より評価された層間剥離の大きさと位置を従来の超音

波探傷試験の結果と比較するとほぼ同精度で検出でき

ていることが明らかとなった。以上の結果より、本手

法は迅速な層間剥離検出手法として有効であることを

実証することができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］構造ヘルスモニタリング 

 

［研 究 題 目］金属コアを持つ PZT 圧電ファイバの作

成、及びスマートボードへの利用 

［研究代表者］佐藤 宏司（スマートストラクチャー研

究センター）  

［研 究 内 容］ 

 近年、センサとアクチュエータ、構造体を一つにした

スマートストラクチャーの研究開発は構造材料の 終形

態として産業界からも注目を浴びている。中でも圧電材

料をファイバ状にして複合材料に埋め込む研究は米国

MIT を中心として国内外で行われおり、その後ヘリコ
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プターのローラーブレードやテニスラケットの振動抑制

等に利用されている。しかしこのようなセラミックファ

イバの問題として、櫛歯電極が必要あり、また埋めこん

だ圧電ファイバの表層部分しかアクチュエータに利用で

きないため効率が悪いなども問題をかかえていた。 

 本研究では押し出し成形法や水熱合成法により金属ワ

イヤ上に PZT セラミックスをコーティングすることに

より、電極を形成すること無く圧電材料の全ての部分を

アクチュエータやセンサに利用することができる圧電フ

ァイバを提案している。また作製した PZT ファイバを

構造体に組み込み構造自身が振動や疲労を検出するセン

サ機能と発生した振動を抑制するアクチュエータ機能を

融合した知的材料を開発し、建築物、自動車、船舶、航

空機などの振動による疲労破壊防止、不安定振動防止乗

り心地向上、損傷個所診断を行い構造体の信頼性の向上

とメンテナンスコストの軽減を目指して研究を行った。

炭素繊維複合材料の中に埋め込み、センサ性能、アクチ

ュエータ性能の評価を行い、金属コア入り圧電ファイバ

が有効であることを示した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］圧電、繊維、アクチュエータ、センサ、

スマートストラクチャ 

 

［研 究 題 目］エネルギー的に乱れた物質中での電場依

存電荷移動度 

［研究代表者］関 和彦（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］関 和彦 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 ドナー又はアクセプター分子をドープした高分子中で

の電荷移動度は電場に対して強い非線形応答を示し電荷

の輸送は拡散ではなく分散的になる場合がある事が知ら

れている。また近年では、色素を吸着した酸化チタンの

微粒子中での電荷の移動と再結合の解析において、分散

的な拡散と反応の競合が起こっていることが知られてい

る。どちらの系についても、強い非線形応答や分散的な

拡散は電荷の局在サイトのエネルギーの乱れに起因して

いる。このような、エネルギー的に乱れた系での電荷の

移動度について、その電場強度依存性や温度依存性等を

理論的に明らかにする。 

年度進捗状況 

 既に電荷移動度の印加電場依存性については、マーカ

ス式によるホッピングの頻度と静電ポテンシャルの乱れ

の両方の効果を考慮して定性的に説明できる事を示した。

ドープされた分子の空間分布を考慮することにより、低

電場領域での電荷移動度のドープ分子濃度依存性を比較

的単純な理論式を用いて、より定量的に表せることを示

した。 

 ホールや電子の輸送において、これらの捕獲サイトの

エネルギーが分布を持っている場合には、これらの粒子

の移動距離の二乗平均が時間と比例しなくなる。このよ

うな異常拡散媒質中での反応を記述するための反応拡散

方程式は知られていなかった。 近、現象論的に反応拡

散方程式を導入し、再結合反応について理論的な解析が

行われたが、我々はこの方程式は反応速度が遅い場合に

は、誤っていることを指摘した。さらに、酔歩モデルか

ら、空間で連続極限を取ることにより、反応速度が小さ

い場合にも成立する反応拡散方程式を導き、再結合反応

について理論と数値計算を組み合わせた詳しい解析を行

った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］電荷移動、ランダム系 

 

［研 究 題 目］超高感度過渡吸収分光計による界面電荷

再結合ダイナミクスの研究 

［研究代表者］加藤 隆二（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］加藤 隆二 

［研 究 内 容］ 

目標、研究計画 

 本研究の目的は、界面での電荷再結合ダイナミクスを

研究するための新しい実験手法として“超高感度過渡吸

収分光計”を開発し、界面での電荷再結合ダイナミクス

について研究することにある。2年間の研究期間のうち、

1年目である本年度は主に装置の開発を行い、単分子吸

着系について測定可能な感度を達成する。2年目は開発

した装置を用いて、界面における電荷再結合ダイナミク

スについて研究する。 

年度進捗状況 

 過渡吸収法では、励起パルス光によって生成した反応

中間体による光の吸収を測定するので、高感度化のため

には透過光強度の微小な変化を測定する必要がある。

H14年度には高感度測定が可能な過渡吸収分光計を開発

した。その結果、10-6の吸光度変化（吸光度=log（[透過

光強度]／[レーザー励起がある場合の透過光強度]））の

測定が可能になった。また、光検出器を変えることで

終的に紫外から近赤外（300nm-3000nm）までの過渡吸

収スペクトルを測定することができるようになった。 

 開発した装置を用いて、酸化チタンナノ微粒子膜界面

における電荷生成・再結合について詳細に検討した。酸

化チタンは紫外線の照射によって、電荷分離が誘起され、

電子と正孔が生成する。まず、これらの活性種の吸収ス

ペクトルの帰属を行った。可視光領域には主に正孔によ

る吸収、近赤外領域には電子による吸収が観測されるこ

とがわかった。これにより、電子・正孔の反応性を追跡

することができるようになり、正孔とメタノール、電子

と酸素の反応ダイナミクスを明らかにすることができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］過渡吸収、界面電子移動、高感度分析 

 

［研 究 題 目］有機強相関電子系の電解効果ドーピング 
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［研究代表者］長谷川達生（強相関電子技術研究センタ

ー） 

［研 究 内 容］ 

 強い電子相関により電荷ギャップを生じた分子性結晶

界面上に電界効果型トランジスタ（FET）構造を構築

し、電界効果ドーピングによる分子性結晶界面の電子状

態制御の実現を図る。この目標のため、良質の結晶成長

面を有する低分子単結晶面上で、高品質のゲート絶縁層

形成、電極におけるキャリヤ注入の高効率化など、

FET 素子化に必要な技術開発に取り組むとともに、負

性抵抗など強相関電子系材料自体が示す顕著な物性現象

を電界効果ドーピングによって自在制御し強相関有機エ

レクトロニクスへの展開を視野に入れた素子開発を行う。

本年度は、有機半導体結晶をチャネル材料として用いる

FET の作製プロセス技術の開発に成功し、これを用い

て強相関効果によってパイ電子の電子運動が凍結した状

態にある有機モット絶縁体・（BEDT-TTF）（F2TCNQ）

単結晶による有機モットトランジスタの電界効果動作の

実験を行った。実験の結果、得られた有機モットトラン

ジスタが、2K～60K の温度範囲で、通常の FET には見

られない両極性の電界効果動作を示すことを見いだした。

p 型、n 型の両極性動作が低温2K まで保持される理由

は、電流端子を形成する金属－モット絶縁体界面におい

て、電子と正孔の両キャリヤがモット絶縁体内にほぼ等

しく注入されることに由来する。低温電界効果動作の実

験結果の解析から、バンド絶縁体とは明らかに異質な、

モット絶縁体の特異な界面キャリヤ伝導機構の特徴を実

験的に明らかにすることができた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］有機半導体、電界効果トランジスタ、強

相関電子系、モット絶縁体、電荷移動錯

体、両極性効果、半導体界面 

 

［研 究 題 目］二次元有機半導体による圧力下中性イオ

ン性転移 

［研究代表者］長谷川達生（強相関電子技術研究センタ

ー） 

［研究担当者］芥川 智行、中村 貴義、溝口 憲治 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電子系に二次元性の特徴を持った有機性

半導体・（BEDT-TTF）（ClMeTCNQ）が低温・圧力下

で示す価数不安定性に着目し、相転移近傍における構

造・磁気応答・誘電特性の特徴から、価数の異なる状態

間の量子的な揺らぎにもとづく新規電子現象の開拓に取

り組んだ。本研究で得られた研究成果は以下にまとめら

れる。①結晶構造解析：Be シリンダーを用いた X 線構

造解析用高圧セル（特許出願中）の開発に成功し、これ

を用いて相転移近傍における単結晶構造解析、結晶の対

称性の変化の観測に成功した。②電子スピン共鳴測定：

分子のイオン化により生じるラジカルスピンを電子スピ

ン共鳴によって捉え、中性－イオン性相間の競合過程を

明らかにした。圧力下における磁化率の温度依存性の解

析の結果、相転移の前後で、中性相とイオン性相の二つ

の相が熱揺らぎにより一定割合で共存する「メゾ相」と

して存在し、その比率が温度とともに連続的に変化して

転移が進行していることが分かった。またこのような特

徴が、室温で圧力印加とともに磁化率が指数関数的に激

増する原因となることが明らかになった。③誘電特性測

定：低温量子臨界点近傍における誘電応答が、温度と周

波数には依存しない特徴的なピーク構造を示すことを明

らかにした。以上により、分子性半導体（BEDT-TTF）
（ClMeTCNQ）において、従来にない非常に特徴的な

電荷揺らぎ現象を捉えることに成功した。さらに同型構

造を持つイオン性錯体・（BEDO-TTF）（Cl2TCNQ）に

おいて、特異な磁気－格子相転移の起源を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］分子性半導体、価数不安定性、中性－イ

オン性相転移、結晶構造解析、電子スピ

ン共鳴、誘電特、量子臨界点、高圧物性 

 

［研 究 題 目］正常ヒト神経幹細胞由来神経細胞におけ

る、低酸素状態下での遺伝子制御システ

ムの解明 

［研究代表者］金村 米博（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 

［研究担当者］三宅 正人、中村 徳幸、原 正之、 

有田 憲夫、田村 和義 

［研 究 内 容］ 

 神経細胞は、各種分化細胞の中で も低酸素耐性能が

低く、この特性が様々な虚血性神経疾患の治療を困難な

ものとしている。神経細胞が見せる低酸素状態下での生

物学的反応性、ならびに遺伝子制御メカニズムの解析は、

低酸素状態が神経細胞におよぼす障害の防止、ならびに

神経細胞の低酸素に対する耐性の獲得の技術を開発し、

虚血性神経疾患の治療法開発に大きく貢献するものであ

る。神経細胞は、生物種の違いが も大きい細胞の1つ

と予想され、従来の実験動物での基礎研究の知見が、必

ずしもヒト神経細胞に対して十分適応できない場合があ

る。ヒト細胞に対する 適な治療法開発のためには、ヒ

ト神経細胞を用いての基礎研究が望まれるところである

が、従来はヒト神経細胞の大量培養は技術的にも倫理的

にも困難であった。本研究は、正常ヒト神経細胞を用い

て、低酸素状態下でのヒト神経細胞の反応性、特にその

遺伝子制御メカニズムを解析し、その知見に基づき、

終的にはヒト神経細胞の低酸素耐性能を向上させる技術

を開発し、虚血性神経疾患の新規治療法を開発すること

を目的としている。本研究の成果は、新規治療法、およ

び薬剤開発に大きく貢献し、人類福祉に大いに寄与する

ものと考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
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［キーワード］神経幹細胞、遺伝子制御、酸素耐性能 

 

［研 究 題 目］完全連通孔高強度アパタイト多孔体を用

いた間葉系幹細胞増殖・分化技術の確立 

［研究代表者］大串 始（ティッシュエンジニアリング

研究センター） 

［研究担当者］町田 浩子、寿 典子、木原 隆典、 

大島 央、吉田 綾子、池田 悦子 

［研 究 内 容］ 

 線状貫通気孔を作製するための特殊な金型を用い、粒

径75μm 以下の高純度アパタイト粉末をプレス成型し、

1170℃、5時間燒結後、5×5×3mm に成形した。直径380

μm の直線状貫通気孔を200μm 間隔に配置し、これら

の気孔列を交互に直交させ、3次元的に完全連通孔を有

するアパタイト多孔体が得られた。コントロールとして

Interpore 社製珊瑚由来のアパタイト多孔体；φ5×2mm
を使用した。両者の気孔率はほぼ同程度であった。

Fischer344ラット大腿骨より骨髄細胞を採取し、15%牛

胎児血清、抗生剤を含む MEM 培地にて初期培養を行

い、フラスコに接着する骨髄間葉系細胞を増殖させた。

コンフルエント後トリプシン処理により細胞浮遊液

（1×107cells/ml）を作製し、両者のアパタイト多孔体に

細胞浮遊液を混和した後、同系ラットの背部皮下へ移植

した。経時的にアパタイト多孔体を摘出し、生化学的、

および組織学的検討を行った。結果は移植後4週目にお

いて、骨芽細胞活性を示すアルカリフォスファターゼ活

性値を両者のアパタイト多孔体の単位重量当りの活性値

として比較したところ、共に高活性値を示した。また、

骨形成量の指標となるオステオカルシン量においても同

様に、両者のアパタイト多孔体で高値を示した。さらに、

組織学的に完全連通孔アパタイト多孔体では、内部を中

心に気孔内が充満するほどの旺盛な骨形成が確認された。

以上より、この完全連通孔アパタイト多孔体が、気孔内

での培養骨髄細胞の骨芽細胞への分化を支持し、人工骨、

あるいは組織工学スキャフォールドとして有用であるこ

とが示唆された。なお、このセラミックをμCT で用い

て気孔径等を観察できうることが判明し、今後このμ

CT を用いての解析を行う予定である。また、これらの

骨形成は骨芽細胞により行われるが、その骨芽細胞の分

取をファックスのソーターを用いて可能にする技術を開

発した。さらに、他の細胞の研究として、神経細胞の免

疫組織解析手段の構築、さらに幹細胞のマーカーによる

幹細胞の同定技術も確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アパタイト多孔体、間葉系幹細胞、人工

骨 

 

［研 究 題 目］嗅覚レセプタを用いた嗅覚機能代替匂い

センサープロトタイプの研究 

［研究代表者］佐藤 孝明（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 

［研究担当者］廣野 順三、三宅 正人、三宅 淳 

［研 究 内 容］ 

 疾病による体臭の異常の検出による医療診断技術の創

出を目指し、嗅覚レセプタを用いた嗅覚機能代替匂いセ

ンサープロトタイプを開発する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］嗅覚レセプタ、嗅覚機能、匂いセンサー 

 

［研 究 題 目］ゲノムワイドな構造・機能分類による膜

蛋白質の機能理解：G 蛋白質共役型受容

体 

［研究代表者］諏訪 牧子 

（生命情報科学研究センター） 

［研究担当者］諏訪 牧子、広川 貴次 

［研 究 内 容］ 

 ゲノムワイドに配列情報のみから、膜蛋白質の立体構

造情報、機能情報を抽出して分類することで機能発現の

メカニズムを理解することを目的とする。具体的には、

１）各生物種ゲノムから、膜蛋白質を予測し、ゲノム全

体での分布を明らかにする。２）配列情報から構造の違

いを識別する認識法を確立し、ゲノム中での構造型の個

数を明らかにする。３）構造の観点からの分類情報と機

能との相関性を体系化して整理し、機能の多様性も含め

た分類にする。４）分類後の代表配列に対し、膜蛋白質

に特化した精度の良い立体構造モデリング法を確立する。

５）以上の情報を含む総合データベースを作成する。本

研究の 終目的は、全ての膜蛋白質に対して構造、機能

情報を与えることにあるが、今年度はモデルケースとし

て7本膜貫通ヘリックス型（主に G 蛋白質共役型受容体

（GPCR）ファミリーに焦点を絞る。 

平成15年度の研究成果・進捗状況は以下の通り。 

(1) 各生物種ゲノムで GPCR を判別し、比較ゲノム解

析を行ったところ、103種の細菌・数種の真核生物に

おいて GPCR は多細胞生物から急増し、生物種ごと

に特有なファミリー分布を見出した。 

(2) 構造上の各ドメインの物理化学特性と機能との相関

性を体系化し、機能分類を目指した。特定のクラス A
ファミリーでは特に Gs と結合する受容体において膜

貫通部分に出現するアミノ酸頻度、細胞内、外ループ

長分布、結合リガンドの関係性に特徴的な性質を見出

した。 

(3) 分類後の代表配列に対し、膜蛋白質に特化した構造

モデリング法の確立を目指し、クラス A の嗅覚受容

体について、ロドプシンをテンプレートとして立体構

造、リガンド結合様式を予測する基盤を作った。また

膜内環境でヘリックス間の相互作用領域が保存される

よう制限がかかるアラインメント法を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム、G 蛋白質共役型受容体、 
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構造分類、機能分類、網羅的解析 

 

［研 究 題 目］発光性甲殻類分布海域を指標とした地球

温暖化評価に関する研究 

［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］近江谷克裕、中島 芳浩 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 本申請では地球温暖化の指標となるモデル生物を設定

することを目標に、日本列島におけるウミボタル分布マ

ップの作成を行い、棲息分布、形態、遺伝子的な拡散と

水温、水質などの環境要因の相関を検討、温暖化とウミ

ボタル相関を評価し、さらにそれらのデータを基にウミ

ボタルを温暖化評価モデル生物として確立することを目

的とする。これまでに、ウミボタルより抽出したミトコ

ンドリア遺伝子の部分配列を決定したことから、それら

のデータを基に、地域分散を評価できる遺伝子配列を検

証、その遺伝子情報を基に、遺伝子的な拡散を評価する。 

（研究計画） 

 日本列島沿岸部に棲息する発光性甲殻類ウミボタルを

指標とし棲息分布と海水温度変化の相関を検討、地球温

暖化評価手法の確立の研究を行う。本年度は奄美諸島、

対馬列島、四国、北陸、関東、東北地方周辺の日本海沿

岸、太平洋沿岸部を中心にウミボタルの海水温度、採取

個体数、個体長、性差などを調査する。また、ウミホタ

ルよりミトコンドリア遺伝子等を抽出、分子レベルでの

相関を検討、生態学的な拡散速度と温暖化の関係を明ら

かにする。それぞれの観測データを基に、温暖化に伴う

生物学的影響を考察、今後の影響をシュミレーションす

る。 

（平成15年度進捗） 

 ウミホタルよりミトコンドリア遺伝子を抽出、ミトコ

ンドリア DNA をサブクローン化し、その全構造を決定

した。その結果、ウミホタル mtDNA の全塩基配列

(15923bp)を決定した。後生動物 mtDNA がコードして

いる遺伝子の種類はよく保存されており、ウミホタル

mtDNA は、他の甲殻類の mtDNA と同様に13種のタン

パク質、22種の tRNA と2種の rRNA を含んでいた。し

かし、その遺伝子配置は多様であり、特に tRNA にお

いて大幅な配置変動が起こっていることが明らかにした。

また、ウミホタル mtDNA にコードされている13種類

のペプチド配列を基に分子系統解析を行ったところウミ

ホタルは十脚類、昆虫綱、鰓脚類のどのグループにも属

さず、Tigriopus japonicus と同様に、独自のグループ

を形成している事が示唆された。今後、これらミトコン

ドリア DNA 情報を基に地域分散を検討する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウミボタル、地球温暖化、分子進化 

 

［研 究 題 目］ホタルのルーツを求めた中国雲南省の発

光甲虫生態調査 

［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］近江谷克裕、藤森 一浩 

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 発光甲虫はホタル科、ヒカリコメツキ科、ホタルモド

キ科の、イリオモテボタル科の4科より構成される陸棲

の発光生物である。例えば、ゲンジボタルが属するホタ

ル科は世界的に約2000種、熱帯から亜寒帯を生活圏とし

ており、日本国内ではおよそ2科9属45種のホタルが生息

している。ホタルは世界各地に棲息、その地域、その種

ごとに適応進化していると考えられ、種によって異なる

発光パターンや発光色によってコミュニケーションを取

り、種の保存が行われている。では、ホタルのルーツは

何処になるのであろうか？今までのデータを整理、再検

討を加え、ホタルの生態学、生体行動学及び分子遺伝学

的知見の外挿を行った結果、中国雲南省地域が重要であ

るとの仮説に至った。しかしながら、中国国境までのベ

トナム北方地方でのホタル調査は行われているが、中国

雲南省で本格的な調査は行われていない。また、中国人

研究者によるホタルの本格調査も例がない。本研究では

これらの仮説を検証することを目的に「ホタルのルーツ

を求めた中国雲南省の発光甲虫生態調査」と題し、中国

雲南省のホタルの生態調査、発光行動観察及び採取を行

う。 

「研究計画」 

 本研究では中国雲南省のホタルの生態調査、発光行動

観察及び採取を計画する。雲南省は中国 南部に位置し、

昆明を中心とした温暖な地域から、北西部の寒帯地域、

そして南部の亜熱帯地域を含むが、本計画の調査対象地

域は昆明を中心とした温帯地域及び南部、南西部亜熱帯

地域となる。また、比較として、生息環境が似ており、

同種の発光甲虫が生息する南米サンパウロ周辺も調査す

る。帰国後、試料の解析、整理及び保存、遺伝子の抽出、

遺伝子解析及び組織の観察等を行い、さらにそれらのデ

ータを基に多様性の解析を行う。 

「平成15年度進捗」 

 ホタルを代表とする発光甲虫は世界的に分散拡散する

典型的な生物で、進化分散を考える上で貴重な研究対象

である。本研究では、ホタルのルーツとして中国雲南省

地域を注目し、中国雲南省の現地調査を計画した。しか

しながら本年度は、SARS の影響のため渡航禁止となり、

ホタル出現時期の調査が不可能となった。そのため、渡

航許可がおりて後、03年12月に中国雲南省昆明周辺につ

いて、昨年調査地点の環境変化を調査した。その結果、

現地での開発などの進行から、数箇所では採取観察が不

可能であることが明らかとなった。また、現地研究者よ

り雲南省南西部でイリオモテボタルに近い種が存在する

ことが示され、来年度の研究目標を決定した。一方、以

前より鉄道虫、イリオモテボタルの近縁種が存在すると
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考えられている南米サンパウロ周辺の大西洋熱帯雨林の

発光甲虫調査を行った。鉄道虫近縁種を初め20種近くの

ホタルの観察及び採取に成功した。本調査研究はサンパ

ウロ州立大学の Vadim Viviani 教授の協力のもと行い、

サンプルは同教授の研究室に整理、保存した。今後、遺

伝子の解析を行う予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］発光甲虫、分子進化、中国雲南省 

 

［研 究 題 目］結晶性ボロンナノワイヤーの創製と物性

評価 

［研究代表者］川口 建二（界面ナノアーキテクトニク

ス研究センター） 

［研究担当者］川口 建二、佐々木 毅、木村 薫 

［研 究 内 容］ 

 石英管状炉中でのレーザーアブレーション法によるボ

ロンナノワイヤーの合成を行った。高分解能走査電子顕

微鏡（HRSEM）観察の結果から、試料作製温度依存性

に関しては600～1000℃の範囲でナノワイヤーの生成が

認められ、特に800℃でワイヤー径が50nm 近傍に揃っ

て生成効率も も高いという結果が得られた。また、試

料合成温度を 適条件である800℃に固定して、15～

100Pa の Ar 圧力範囲で検討した結果では顕著な真空度

依存性は見られなかった。次に、結晶性ボロンナノワイ

ヤーの物性評価を検討した。予め Si 基板上に Au 薄膜

を蒸着した測定基板を用意し、有機溶媒中に分散させた

試料を滴下乾燥させたものをコンタクトモード AFM で

観察した。ボロンナノワイヤーが Au に比べて著しく低

い導電性を示すことは定性的に確認できたが、溶媒中に

混入した微量な汚染物の影響でコンタクトプローブと基

板との接触が不安定なため、定量的な評価にまでは至ら

なかった。さらに、安定で定量的な評価が期待できる電

子線リソグラフィーを用いた4端子測定の手法を検討し

ている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ナノワイヤー、ボロン、レーザーアブレ

ーション 

 

－環境省科学研究費補助金－ 

［研 究 題 目］研磨スラッジ産業廃棄物の再資源化及び

利用技術に関する研究 

［研究代表者］松崎 邦男（機械システム研究部門） 

［研究担当者］花田幸太郎、初鹿野寛一、清水 透、 

鳥阪 泰憲 

［研 究 内 容］ 

 産業廃棄物として処理されているステンレス系研磨ス

ラッジについて、精製処理技術、プラズマ溶射法による

粉体化技術、再溶解技術の開発を行い、有効な再資源化

技術の確立を図る。また、粉末成形法及び粉末射出成形

法による研磨スラッジの成形技術の開発を行うとともに、

金型部品等の試作・試験を行い、研磨スラッジの利用技

術の確立を図る。 

 研磨スラッジの再資源化技術 

1) 研削直後の研磨スラッジは水溶性研削液が含まれた

ペースト状の粉末であり、これを乾燥したものは22.6

重量%の研削液を含有しているが、溶媒洗浄・乾燥処

理することにより研削液含有量8%以下を達成した。

洗浄・乾燥後の研磨スラッジは、形状が幅20μm、長

さ100μm 程度の細長い形をしていた。また、砥粒は

研磨スラッジに凝着、あるいは内包して含まれており、

洗浄による含有砥粒の分離は不可能であった。 

2) 研磨スラッジ球状化処理装置を試作し、これを用い

て研磨スラッジの球状化に成功した。さらに、球状化

過程における砥粒との分離作用を利用して砥粒含有量

を0.3重量%以下にすることに成功し、流動性に優れた

球状再利用粉末の作製が可能となった。 

3) 研磨スラッジは微細な粉末であるため高周波誘導加

熱による溶解は不可能であるが、アーク溶解により、

研磨スラッジからステンレス金属を砥粒と分離して容

易に取り出すことができることが分かった。得られた

ステンレス溶製材のビッカース硬さは320HV であっ

た。また、乾燥した研磨スラッジを直接熱間圧延によ

り固化成形を行うことにより、1000MPa を超える強

度が得られ、素材としての応用の可能性を見出した。 

［分 野 名］ナノテク、材料製造、環境 

［キーワード］粉末冶金、リサイクル、廃棄物 

 

［研 究 題 目］無電解ニッケルめっきにおけるミニマム

エミッション化の研究  

［研究代表者］田中 幹也（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］田中 幹也、佐藤祐美子、田口東洋男 

［研 究 内 容］ 

 使用済み無電解ニッケルめっき液中のニッケルを、

LIX84I を用いた溶媒抽出法により分離回収する研究の

一環として、弱酸性溶液からの Ni（II）イオンの抽出

（正抽出）および硫酸による同イオンの逆抽出において、

有機相に添加剤を加えてその速度を向上させることを検

討した。縦振とうによる抽出速度の測定結果から、酸性

有機リン化合物を添加することにより、正および逆抽出

が大きく加速されることがわかった。加速効果は、正抽

出では D2EHPA～PC88A>Cyanex272、逆抽出では

D2EHPA>PC88A>Cyanex272であった。たとえば、2体

積%の D2EHPA によって、正抽出は6.5倍、1kmol m-3

硫酸による逆抽出は30倍以上に加速され、それぞれ、振

とう開始後0.6ks および0.15ks で平衡に到達した。こ

のことより、実操業において有機相を繰り返し使用でき

る可能性が示された。 

 また、上記で得られた抽出系を連続運転に適用するた

めに、LIX84I に PC88A を添加したときのニッケル回

収率を、上下動式カラム連続抽出装置およびミキサーセ
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トラー連続抽出装置を用いて調べた。その結果、20体

積%LIX84I に2体積%の PC88A を添加すると、20体

積%LIX84I 単独使用のときよりも、大幅に抽出率が向

上することが両装置とも確認できた。さらに同混合抽出

剤を用いたときにおける諸因子の影響も調べたところ、

抽出率の向上には、温度の上昇、pH の増加および水相

送液速度の抑制が両装置とも有効であった。また、上下

動式カラム連続抽出装置では上下運動幅の増加、ミキサ

ーセトラー連続抽出装置では段数の増加も有効であるこ

とがわかった。また、ミキサーセトラー連続抽出装置を

用いた2kmol m-3硫酸による逆抽出では、温度の上昇お

よび段数の増加が、その効率向上に有効であった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］無電解ニッケルめっき、溶媒抽出、ミキ

サーセトラー 

 

－厚生労働科学研究費補助金－ 

［研 究 題 目］3D サウンドを利用した視覚障害者のた

めの聴覚空間認知訓練システム 

［研究代表者］関 喜一（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］関 喜一、佐藤 哲司（国リハ学院） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究は、視覚障害教育・リハビリテーションにおけ

る、聴覚空間認知、即ち、光ではなく音を手がかりに自

動車や建造物などの物体の存在を知る技能を獲得させる

ための訓練システムを3D サウンド技術を用いて開発す

ることを目的とする。 

研究計画： 

 研究期間は、平成15年度を開始年度として3年間とし

て、音響システムの構築および聴覚空間認知訓練のカリ

キュラムを作成する。初年度は、音響システムのハード

ウェアの構築とカリキュラムの原案の作成、次年度はカ

リキュラムのソフトウェア化と被験者試験、 終年度は

被験者試験結果に基づいた実用化のための改良を行う。 

年度進捗状況： 

 空間認知訓練システムのハードウェアとして、3D サ

ウンド技術を実現するデジタル信号処理音響システムと、

それらを制御するコンピュータより構成されるシステム

を構築した。このシステムにより、 大固定音源20チャ

ネル、移動音源10チャネルを3次元的にヘッドホン聴取

で再現可能とした。空間認知訓練に必要な自動車等の移

動音源や、壁などの反射音を実時間で再現できるものと

した。 

 また、空間認知訓練の訓練カリキュラムを作成し、こ

れらの訓練のために 適にデザインされた仮想的な歩

行・生活環境を作成した。カリキュラムは、初心者が学

びやすいように、訓練の進行にあわせて難易度を徐々に

増す（例えば 初は、走行している1台の自動車の位置

を認知する簡単な課題から、 後は複雑な町並を理解す

る課題を課す）よう設計した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視覚障害、リハビリテーション、空間認

知、三次元音響 

 

［研 究 題 目］マイクロアレー、プロテインチップを活

用した、ヒト正常神経細胞を用いた薬剤

安全性評価システムの開発 

［研究代表者］金村 米博（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 

［研究担当者］角田 達彦、岡野 栄之、伊藤 允好、 

三木 直正、山崎 麻美 

［研 究 内 容］ 

 従来、一般的に薬剤の神経組織に対する副作用、およ

び催奇性などの安全性の評価は、実験動物個体、もしく

は細胞を用いて行われてきた。しかし、薬剤の薬理作用

の発現、分解・代謝方法、副作用には、生物種差が存在

し、ヒトに対して安全な薬剤開発のためには、ヒト細胞

を用いた有効な評価系の確立が望まれるところである。

加えて、ヒトゲノム情報を駆使し、遺伝子・タンパク質

の分子レベルで薬剤の安全性評価を行うためにも、ヒト

細胞を用いた評価系の構築は有効であり、その研究開発

は社会的急務である。そこで、本研究開発は、ヒト神経

幹細胞、あるいはそこから人為的に分化誘導したヒト神

経・グリア細胞を、in vitro 評価用基準細胞として用い

る投与薬剤の遺伝子・タンパク質発現におよぼす影響を、

包括的に解析する手法を確立させ、それを駆使したヒト

中枢神経細胞・組織に対する薬剤の副作用、催奇性を効

率的、客観的にスクリーニングする、高感度安全性評価

システムの開発を目指すものである。さらに、遺伝子素

因の異なるヒト神経系細胞における薬効の差異の判定を

行い、遺伝的多型情報に基づく、ヒト神経系の副作用予

測システムを構築することを目指し、研究開発を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経幹細胞、グリア細胞、マイクロアレ

ー 

 

－産業技術研究助成事業費助成金－ 

［研 究 題 目］シリコンナノ粒子精密連続合成のための

マイクロ空間プロセスの開発 

［研究代表者］中村 浩之 

（マイクロ空間化学研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

 シリコンナノ粒子を工業的合成ができるレベルで合成

することを目的とし、今年度は新たに電界化成法、ソノ

ケミカル法、超臨界法といった方法を試みた。その結果、

電界化成法では厚いシリカに覆われたシリコンナノ粒子

が生成し、またソノケミカル法では蛍光を発する生成物

も、XRD によるシリカの存在も確認出来ず、本研究の

目的には不的確だと判断された。その一方で、超臨界も
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しくは高温高圧下でのシリコンを合成する方法について

は、紫外線照射により500-550nm 付近に中心ピークを

持つ蛍光を発する、殆ど酸素を含まない生成物が確認さ

れた。しかも、原料溶液濃度を高くした試料からはシリ

コンの存在を示す XRD も得られ、シリコンの工業適合

性の可能性が示唆される結果が得られた。 

 一方、上記のように、シリコンナノ粒子は比較的に合

成が行いにくいことが分かったので、工業的により合成

の行いやすい方法による新たな蛍光材料の開発も試みた。

今回は、バンドギャップや蛍光メカニズム等が CdSe と

近い CuInS2ナノ粒子を目的とした。今回行った合成法

により、CuInS2ナノ粒子の合成が可能であったが、そ

れからは蛍光は見られなかった。一方、更に、それに

Zn を混合した系として合成を行うと、半導体特有の吸

収端を持つナノ粒子が得られ、さらに反応温度および反

応時間によってその吸収端位置のシフト（バンドギャッ

プのシフト）をもたらすことが可能だった。更に、蛍光

スペクトルもそれに伴いシフトし、毒性の高い金属元素

を持たない新しいナノサイズの蛍光体を開発することが

できた。更にこの物質は組成により蛍光ピークの位置を

変え、550-800nm という広い範囲で蛍光波長を制御す

ることが可能だった。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］Si、蛍光ナノ粒子、量子ドット、カルコ

パイライト、マイクロリアクター、製造

プロセス 

 

［研 究 題 目］感染症診断用マイクロ流体チップの開発 

［研究代表者］宮崎真佐也 

（マイクロ空間化学研究ラボ） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究の 終目標は、医療分野で問題となっているウ

ィルス感染の迅速な検知を行うためのマイクロ流体デバ

イスを開発することにある。本提案では、我々の開発し

たマイクロリアクター製造技術、および DNA 分析技術

を組み合わせ、臓器移植時の免疫抑制剤投与時あるいは

HIV 等による免疫力低下時に生じるサイトメガロウィ

ルス感染を標的として、血液等から得られるサンプル中

のウィルス由来標的遺伝子を迅速に分析するマイクロフ

ローチップを開発する。 

研究計画： 

 遺伝子分析チップ部分の 適化は、様々な材質・形状

を持つチップを作製して行う。得られた結果を基に、サ

イトメガロウィルス遺伝子の検出を試みる。 

進捗状況： 

 本年度は、感染症診断システムの中核となる、遺伝子

分析チップ部分の 適化に力点を置いて研究を行った。

その結果、チャネル形状の 適化を行うことが出来た。

また、機械加工とドライエッチングで作製したチップで

の測定結果から、チャネル表面の粗さが分析に影響する

ことがわかったのに加え、表面修飾したチップでの測定

結果から、表面の性質やチップの材質よりもむしろ表面

粗さを抑える方が精度良く分析するのに重要であること

がわかった。このチップによるサイトメガロウィルス遺

伝子の PCR 反応液を用いた測定を行ったところ、PCR
反応液を直接分析に用いた場合と精製した DNA を用い

た場合では大差ない精度で分析できた。このことからチ

ップに前処理・増幅機能を導入する事により、我々の方

法でも増幅物を精製することなく、直接分析を実現でき

る可能性が示された。 

［分 野 名］ナノテク材料製造 

［キーワード］マイクロフローチップ、遺伝子分析チッ

プ、感染症診断システム 

 

［研 究 題 目］ナノパーツを用いる高機能マイクロポー

ラス材料の設計手法の開発 

［研究代表者］池田 拓史（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］池田拓史、横山敏郎  

［研 究 内 容］ 

 本研究では、新規なマイクロポーラス材料を合成する

ことを念頭に、Open Framework 構造である層状・紐

状珪酸塩が有するゼオライト骨格との構造類似性に着目

し、それらをナノレベルで構造制御されたナノパーツと

して用い、トポタクシーな微細孔構造に変換するという

相転移に似た手法の提案実証を行う。構造解析と計算シ

ミュレーションを駆使し、ナノパーツの構造的特徴を分

類するとともに、合成可能な微細孔構造の予測を行いな

がら、ナノパーツ探索と構造変換手法の検討等を同時に

進め、高機能マイクロポーラス材料の明確な設計手法と

して確立させることを目指す。得られた成果は、産業分

野で必要とされる機能と低コストを両立させた新規マイ

クロポーラス材料開発のための基盤的な設計指針を与え

るものである。 

 本年度は新規な層状珪酸塩 PLS-1（Pentagonal 
cylinder-Layered Silicate）を合成し、この PLS-1とゼ

オライトとの間に構造類似性を見出すとともにナノパー

ツとして用いる構造設計法について検討した結果、新規

な構造を有する高シリカゼオライト CDS-1（Cylindrical 
Double Saw-edged structure zeolite; IUPAC 準拠：3-

type code CDO）の合成に成功した。また、多孔質物質

の精密構造解析における解析手法および測定系の改良も

併せて行った。分子動力学計算による構造予測について

は、PLS-1から CDS-1へのゼオライト化の過程を視覚

的にシミュレーションを行い、CDS-1の構造決定のた

めの初期構造モデル導出に成功し、ナノパーツを使った

構造設計が可能であることを示した。 

［分 野 名］材料プロセス 

［キーワード］新規ゼオライト、層状珪酸塩、ナノパー

ツ、構造解析、シミュレーション、構造
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予測 

 

［研 究 題 目］空気の浄化・滅菌のためのナノケージセ

ラミック由来活性酸素利用システムの開

発 

［研究代表者］西岡 将輝（メンブレン化学研究ラボ） 

［研究担当者］西岡 将輝、濱川 聡、台野 洋平 

［研 究 内 容］ 

 シックハウスや院内感染など、空気中に浮遊する有害

物質・細菌を起源とする健康被害は大きな社会問題とな

っている。研究代表者らは、ナノケージセラミック膜か

らの活性酸素発生技術を研究シーズとして有している。

これは、活性酸素の一つである酸素負イオン（O-）を

安定に閉じ込めることができるナノケージセラミック

12CaO・7Al2O3に電圧を印加することで、気相中に制御

性良く選択的に活性酸素を生成する技法である。この手

法を用いた、空気中有害物質の浄化・無害化手法を開発

することが本研究の目的である。 

 本年度は、シックハウスの原因物質である VOC（揮

発性有機溶媒）の代表化学種である、トルエンおよびア

セトアルデヒドに関して、酸化分解の諸特性（分解温度、

組成、副生物など）を調べた。特にアセトアルデヒドに

おいては、通常の条件では700℃でも分解しないが、

12CaO・7Al2O3膜を触媒として用いることで、400℃で

の酸化分解を確認できた。さらに、この材料と反応器の

間に高電圧を印加し、積極的に活性酸素を生成させた場

合、酸化分解を著しく向上させることができた。また、

当該材料からの生成した活性酸素の反応に寄与する割合

をシリコンの表面酸化反応を用いて評価したところ、生

成した酸素負イオン（O-）のほぼすべてが反応に寄与

していることがわかり、反応効率のよい酸化手法である

ことが実証された。 

［分 野 名］環境保全技術 

［キーワード］活性酸素、揮発性有機溶媒、VOC、 

促進酸化法（AOP）、アセトアルデヒド、

マイエナイト 

 

［研 究 題 目］重度難聴者のための骨導超音波補聴器の

実用化開発 

［研究代表者］中川 誠司（ライフエレクトロニクス研

究ラボ） 

［研究担当者］中川 誠司、外池 光雄、山口 雅彦、

添田 喜治、藤本 清、藤坂 洋一、 

岡本 洋輔、神原 文 

（職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 高齢化の進展に伴って、難聴者の数は益々増加する傾

向にある。そのうち、通常の補聴器では聴覚が得られな

い重度難聴者は日本国内に約85,000人存在するといわれ

ている。本研究では重度難聴者にも知覚される“骨導超

音波”を利用した。重度難聴者のための新型補聴器の開

発に取り組んだ。未解明の部分の多い骨導超音波知覚特

性、知覚メカニズムの解明をすすめ、そこで得られた知

見を利用して、骨導超音波補聴器の 適化を行った。 

年度進捗状況 

 現在のところ、試作された骨導超音波補聴器を用いて

重度難聴者（左右耳での 小可聴音圧が100dB HL 以

上）の半数が音声を知覚可能、3割程度が簡単な単語の

同定可能という画期的な成果を得ている。これらの成果

は多くの英文学術誌上、および国際会議等で発表された。

また、これらの業績に対して、日本エム・イー学会荻野

賞、同秋季大会優秀論文賞、ドコモ・モバイルサイエン

ス賞などを受賞した。 

 骨導超音波知覚メカニズムの解明に関する研究を継続

的に行っているのは、世界中で当グループのみであり、

次々と新しい知見を発表し続けている。それらの知見は

骨導超音波知覚のみならず、一般的な聴覚メカニズムの

新たな側面を明らかにするもので、関連分野に大きなイ

ンパクトを与えている。骨導超音波補聴器の開発は、そ

の適用や安全性の検証も含めた実用化研究の段階を迎え

つつあり、ベンチャー化も含めた一歩進んだ開発体制作

りへの検討も始まっている。 

(1) 骨導超音波知覚メカニズムの解明 

 聴覚健常者、重度難聴者を対象とした聴覚心理計測、

頭部表面および外耳道内における音場計測、頭部内音

場伝搬過程のコンピュータシミュレーション、聴覚誘

発電位・脳磁界計測を実施し、骨導超音波補聴器開発

に必要な知覚特性やメカニズムの一部を明らかにする

ことができた。その結果、骨導超音波であっても、聴

神経以降は通常の音（気導音）と同様の神経伝導路を

有すること、骨導超音波の復調は蝸牛、もしくは有毛

細胞レベルで行われている可能性が高いことなど見い

だした。これらの結果は、骨導超音波補聴器の 適化

に有用であるだけでなく、骨導超音波補聴器の適用判

定に関する重要な根拠となりうる。 

(2) 骨導超音波知覚特性の解明 

 骨導超音波知覚の特性を聴覚心理実験や脳磁界計測

で検討した。その結果、骨導超音波補聴器による聴取

においても、気導音と遜色のない時間分解能を得られ

ること、低周波（-250Hz）の周波数分解能がやや劣

ることなどを明らかにした。さらに、骨導超音波を用

いた音声聴取特性を解明した。音節明瞭度、単語了解

度試験を実施し、骨導超音波の異聴傾向などを明らか

にした。これらの結果は、骨導超音波補聴器の 適化

に非常に有用な情報を与えるものである。 

(3) 骨導超音波補聴器の試作とその評価 

 (1)、(2)の結果に基づいて 適化された携帯型骨導

超音波補聴器を試作した。胸ポケットに入る程度の実

用的な小型化と、完全デジタル化による高度かつ柔軟

な信号処理を可能にした。例えば、(2)で述べられた
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骨導超音波の周波数分解能に関する知見をもとに、周

波数を返還する機能などが盛り込まれている。重度難

聴者を対象とした聴取試験を実施中であるが、従来型

の試作器に比べ、性能向上が見られている。 

(4) 骨導技術を応用した雑音に強いマイクロフォン（骨

導マイクロフォン）の開発 

 雑音に強い骨導マイクロフォンの開発を行った。頭

部内音場分布のコンピュータシミュレーションや音場

計測によって、発声による骨導音声の伝搬過程の解明

に取り組んだ。骨導音声が も明瞭に聴取される部位

を明らかにするとともに、骨導音声の周波数特性を明

らかにした。さらに、得られた知見をもとに 適化さ

れた骨導マイクロフォンを開発した。評価試験の結果、

騒音下においては、通常のマイクロフォンに比べて、

遙かに明瞭な音声を収音できることを明らかにした。

騒音下での音声認識インターフェースなどへの応用を

図っていく予定である。 

(5) 補聴器 適化に必要な聴覚基礎メカニズムの検討 

 概して補聴器の聞き心地は良いとは言えない。その

ために、使用をすぐにやめてしまう難聴者も多い。聞

き心地の良い補聴器の設計を目指して、心理生理指標

に基づく聴覚基礎メカニズムの検討を行った。音声の

ピッチの明瞭度や両耳間相互相関度が音のプリファレ

ンス（好ましさ）に与える影響などを見いだすことが

できた。これらの結果は、聞き心地の良い補聴器の設

計へと利用されるだけでなく、コンサートホールなど

の室内音響設計においても有用な知見を与えるもので

ある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］骨導、超音波、重度難聴、蝸牛、脳磁界、

脳波、コンピュータシミュレーション 

 

［研 究 題 目］生物時計機構を利用した睡眠障害モデル

動物の開発 

［研究代表者］宮崎 歴（生物機能工学研究部門 生物

時計研究グループ） 

［研究担当者］生川 潤子、石田直理雄 

［研 究 内 容］ 

趣旨： 

 生物に備わる体内時計は、一日約24時間の時刻を体で

推しはかる、生まれながらの不思議な能力であり、睡

眠・覚醒だけでなく血圧・体温を含む体全体のあらゆる

ホメオスタシスのリズムをコントロールしている。それ

故、このリズムが崩れると、精神的身体的に不調をきた

す「リズム異常症」がひきおこされ睡眠リズムの破壊、

様々な疾患を生み出し、神経症などの深刻な社会問題へ

もつながっている。つまりリズム形成機構の解明は基礎

研究だけでなく、予防医学的観点や就労時間制度問題の

解決などの社会科学的観点からも重要な研究分野である。

睡眠障害は、広く社会に広く蔓延しており患者数は200

万人を超えるとも予想されている。シフトワークの導入

や社会生活ニーズの多様性から異なる時間帯での生活を

余儀なくされ、ますます悪化の一途である。その睡眠障

害を研究するためのモデル動物の存在は必須であるが、

良いモデル動物はない。そこで、近年分子的メカニズム

が明らかになってきた生物時計分子を改変したリズム異

常モデル動物を作製し、睡眠障害研究のためのモデル動

物としての利用へと展開することを目的とした。 

平成15年度研究成果概要： 

 昨年度まで作成を試みていた夜型睡眠モデルマウス

（クロックマウス）と変異型 PER2発現マウス（長周期

型マウス）を用いてその行動や代謝制御系の解析を進め

た。夜型睡眠モデルマウスの肝臓における遺伝子発現を

DNA マイクロアレイで解析し、細胞周期／脂質代謝／

糖代謝／免疫など様々な生理現象が時計遺伝子で総括的

に制御されていることを明らかにした。また、変異型

PER2発現マウスが長周期型の行動活性を示すことを発

見し、CRY との分子相互作用を追跡した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サーカディアンリズム、生体リズム、体

内時計、睡眠障害、リズム異常症、モデ

ル動物 

 

［研 究 題 目］酸化物系単結晶セラミックス共晶複合材

料の超高温・高圧水蒸気環境下における

クリープ変形の加速機構の解明 

［研究代表者］原田 祥久（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 酸化物系単結晶セラミックス共晶複合材料の超高温・

高圧水蒸気環境下におけるクリープの変形・破壊メカニ

ズムを解明する。さらに耐環境性・耐久性支配因子を抽

出し、耐環境性・耐久性確保のための材料設計指針の構

築を試みる。 

研究計画： 

 酸化物系単結晶セラミックス共晶複合材料の超高温・

高圧水蒸気環境下におけるクリープ特性、材料中でのイ

オン拡散挙動、それらの拡散による転位との相互作用等

の研究成果をまとめ、考察し、その変形・破壊メカニズ

ムを解明する。さらに得られた成果から耐環境性・耐久

性支配因子を抽出し、モデリングおよびシミュレーショ

ン等を援用することにより、耐環境性・耐久性確保のた

めの材料設計指針の構築を試みる。 

年度進捗状況： 

 酸化物系単結晶セラミックス共晶複合材料の1400-

1600℃の超高温、0-6気圧の高圧水蒸気、大気あるいは

アルゴンガス環境下でのクリープ特性を系統的に調べた。

H14年度および本年度の結果から、水蒸気環境では水蒸

気圧の増加とともにクリープ速度が対数的に加速する傾

向が見られた。Al2O3/GAP 系は Al2O3/YAG 系と比較し
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て若干クリープが加速し、耐クリープ性が劣ることがわ

かった。その変形機構は表面分析および転位解析の結果

から、水素／水酸化物イオンが試料表面から拡散し原子

空孔を生成する。それと転位との相互作用により転位速

度を増大させるため、結果としてクリープ変形を加速さ

せることが明らかとなった。得られた成果から、超高温

高圧水蒸気環境下でのクリープ変形のモデル式の提示し、

シミュレーション等を援用することによる耐環境性・耐

久性確保のための材料設計指針の提言をまとめた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］超高温、水蒸気、クリープ、融液成長複

合材料 

 

［研 究 題 目］MEMS デバイスの耐環境・高信頼性集

積化技術 

［研究代表者］高木 秀樹（機械システム研究部門） 

［研究担当者］松本 壮平、前田龍太郎 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 MEMS デバイスの耐環境性と信頼性を向上させるた

め、接着剤などの中間物質を用いない、ウェハ直接接合

による組立・パッケージング技術を開発する。そのため

に、酸化物を中心とした耐食性材料及び機能性材料の低

温での接合プロセス、および表面粗さの大きなウェハや

焼結セラミックスなどの接合手法を開発する。 

研究計画： 

 低温での接合を可能とする表面活性化法を用いて微細

デバイスを接合するため、位置決め機能を備えた真空ウ

ェハ直接接合装置を開発し、ウェハレベルでの高精度接

合を実現する。サファイア、ニオブ酸リチウムなどの酸

化物について、表面活性化法による低温でのウェハ接合

を検討する。接合界面での金属とシリコンの反応を利用

して、表面粗さの大きなウェハを接合する手法を検討す

る。 

年度進捗状況： 

 昨年度までに試作した真空中ウェハ高精度接合装置に

対して、パターン観察及び位置測定機構を改良し、位置

決め精度2ミクロン以下を実現した。サファイアやニオ

ブ酸リチウムなどの酸化物同士の接合では、表面活性化

法により加熱をしない状態での接合強度が大幅に向上す

ることを確認した。さらに、200℃程度までの熱処理を

行うことにより母材強度に匹敵する接合強度が得られた。

従来のウェハ接合法では1000℃程度の加熱が必要であり、

表面活性化法は熱処理温度の低温化に有効である。表面

粗さが大きく直接のウェハ接合が困難な焼結セラミック

スについて、表面にプラチナ膜を形成して表面活性化法

により接合することで、シリコンとの接合に成功した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］MEMS、ウェハ接合、常温接合、実装 

 

［研 究 題 目］超高密度信号配線としてのナノワイヤー

の特性評価技術 

［研究代表者］藤澤 悟（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

［目標］ 

 次世代の半導体デバイスの電気配線を想定した空中配

線状態のナノワイヤー観察に特化した装置と数値制御シ

ステムを開発する。それを用いて、力学特性と電気特性

を定量的に同時にその場観察して系統的に調べることに

より、ナノワイヤーの信号配線としての特性評価技術を

確立することを目標とする。 

［研究計画］ 

 原子的分解能を有する動的透過型電子顕微鏡（TEM）

と原子間力顕微鏡（AFM）の複合顕微鏡を基にして、

ナノワイヤーの形状と格子構造と力学特性及び電気特性

とを同時観察することが可能な TEM/AFM 複合機とそ

の数値制御システムの開発を行う。この顕微鏡システム

を用いて、半導体大型集積回路（ULSI）内部の配線に

用いられている材料である Cu のナノワイヤーのエレク

トロマイグレーションを動的に原子分解能で調べること

により、特性評価を行う。 

［年度進捗状況］ 

 エレクトロマイグレーションの発生過程を動画でその

応力変化と一緒に原子分解能で観察することにはじめて

成功した。さらに、エレクトロマイグレーションの発生

過程において Cu ナノワイヤーの欠陥が一掃されて単結

晶に成長したことがわかった。この現象はナノワイヤー

の局所的なアニーリング手法として用いることが出来る

と考えられる。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野 

［キーワード］エレクトロマイグレーション、透過型電

子顕微鏡、原子間力顕微鏡、ナノワイヤ

ー 

 

［研 究 題 目］パルスレーザ成膜法を用いたα-SiC 半

導体薄膜の低温合成による素子化技術の

開発 

［研究代表者］楠森 毅（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］楠森 毅、山田 保誠、武藤 八三 

［研 究 内 容］ 

 SiC をヘテロエピタキシャル成長させるための基板と

して、シリコンはサファイアと同様に重要である。これ

まで、シリコン基板上に作製した SiC 薄膜には、双晶

欠陥の1つであるダブルポジショニングバウンダリーが

多く生成することが問題となっていた。今年度は、表面

を化学処理したシリコン基板を真空中で加熱し、その上

にパルスレーザ蒸着法で成膜することで、ダブルポジシ

ョニングバウンダリーのほとんど無い SiC エピタキシ

ャル薄膜を得ることに成功した。（特許出願1件、国内学

会1報）またデュアルレーザ蒸着法を開発し、SiC への
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窒素及びアルミニウムのドーピングを行った。この方法

により、SiC 薄膜中にドナー及びアクセプター不純物を

成膜と同時にドーピングすることに成功した。これらの

膜を使って SiC 基板上に p-n 接合を作製し、p-n 型の

非線型電気特性を得ることができた。（特許出願1件）こ

れらの研究成果に関して国際誌に5報、国際会議で2報の

成果発表を行った。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］パルスレーザ蒸着、炭化珪素、エピタキ

シー 

 

［研 究 題 目］Co-Ni-Al 系強磁性形状記憶合金による

磁場駆動型アクチュエータ材料の開発 

［研究代表者］及川 勝成（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］橋本 等，孫 正明，崔 予文 

［研 究 内 容］ 

 Co-Ni-Al 系 B2強磁性形状記憶合金は、延性に優れ

ることおよびマルテンサイト変態点、磁気変態点が－

150℃～120℃と幅広く制御できることが特徴である。本

研究では、Co-Ni-Al 系 B2合金の線材及び板材を作製

し、ミクロ組織制御による特性改善により飽和変位量の

大きく、応答速度に優れた安価な固体アクチュエータ材

料開発を目的とする。本年度は Co-Ni-Al 系β+γ 強磁

性形状記憶合金において冷間加工および再結晶挙動に及

ぼす熱処理条件について調査を行った。その結果、熱処

理温度が低いほどγ相分率が増加し冷間加工性が優れる

こと、また、1000℃以上で熱処理を行えば再結晶も進行

していることが明らかとなった。また、Fe と Ga 添加

のキュリー温度、マルテンサイト変態温度への影響につ

いて調査を行った。さらに、冷間加工・熱処理で作製し

た薄板の磁場誘起歪み特性を調査し、β結晶粒ミクロ組

織との関連を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］マルテンサイト変態、形状記憶合金、磁

性材料 

 

［研 究 題 目］応力検知自己発光型透明ハイブリッド材

料の開発 

［研究代表者］今井 祐介（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］徐 超男、古賀 淑哲、田中 直子、 

百田 理恵、江藤 智美 

［研 究 内 容］ 

 応力発光とは、材料が外部から加わる応力に応じて、

主に可視域に発光する現象をいう。我々は、世界で初め

て、弾性変形領域で可逆的に強い応力発光を示す無機材

料を見出し、種々の応用を検討している。本研究では、

応力変化を直接光信号に変換し、可視化することのでき

る応力発光無機材料を利用したセンサ材料の開発を目的

として、応力発光無機材料と透明性高分子材料とナノメ

ートルレベルで複合化する技術を開発し、加工性に優れ

た透明な応力検知自己発光型ハイブリッド材料とするこ

とを目指す。本年度は、高輝度応力発光ナノ粒子の合成

およびナノ粒子の表面修飾技術の開発を行った。高温マ

イクロ噴霧合成法により、応力発光性を示すユウロピウ

ム添加アルミン酸ストロンチウム（SAO-E）ナノ粒子

の合成を検討した。球状のナノ粒子が得られた。高輝度、

高結晶性を示す SAO-E 粒子を得るための 適な原料組

成、反応温度条件を見出した。高温マイクロ噴霧合成法

により得られた SAO ナノ粒子の表面を、リン酸基を有

する有機化合物により表面修飾する条件を検討した。リ

ン酸基が SAO ナノ粒子表面と化学的に反応し、強く吸

着することを、FT-IR、31P 固体 NMR 等の手法により

確認した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］応力発光、無機－有機ハイブリッド、透

明性樹脂、表面修飾 

 

［研 究 題 目］脳生体情報を用いた運動機能補助：眼電

図情報を用いた食事動作の運動機能補助

装置開発 

［研究代表者］上野 直広（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］秋山 守人 

［研 究 内 容］ 

 本研究におけるベッド上での食事動作の運動機能補助

装置の開発において、その運動補助装置となるロボット

とヒトとのインターフェィスに眼球の運動を示す眼電図

情報を用いる。上肢を支持する部分における圧力を監視

することにより、運用の安全性を高めることができる。

また、心拍計測などにより使用者の緊張状態を検出し、

使用感の向上に役立てることが期待される。 

 ヒトとの接触さらに運動補助装置への組み込みには、

柔軟で形状的にヒトとの親和性が高いこと、薄く装置へ

の組み込みが容易であることが必要である。我々はこの

要求仕様に対応するものとして、高配向性窒化アルミニ

ウム圧電薄膜を用いた箔状フレキシブル圧電センサを開

発した。絶縁膜として高分子フィルムを用いることで形

状変化に対する復元力を確保し、人体への形状適合性を

向上させた。この箔状フレキシブル圧電センサによって、

ヒトの心拍計測実験を行った。通常の会議用椅子の背も

たれ部分のクッションに箔状フレキシブル圧電センサを

貼り付けた。これに通常の着衣状態で被検者に着座して

もらい、安静な状態で圧力変動を計測した。実験結果で

は、心臓が収縮すると背中の皮膚表面が体内に引き込ま

れるため、箔状フレキシブル圧電センサでは圧力の減少

として観測された。その後心臓が徐々に拡張することで、

皮膚表面の圧力が徐々に回復する様子がよく捉えられて

いる。 

 開発したセンサによれば別個にセンサを使用すること

なくロボットと使用者の接触圧力および心拍を計測する

ことができる。また心拍の細かな構造を捉えることがで
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きることから、今後は医療あるいは診断装置への適用を

考えていく。 

［分 野 名］材料・ナノテク 

［キーワード］センサ、窒化アルミニウム、圧電 

 

［研 究 題 目］平成15年度「産業用コージェネレーショ

ン実用化技術開発」（国際協力事業）窒

化ケイ素セラミックスの高温ガス耐食性

評価 

［研究代表者］岸 和司（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］岸 和司 

［研 究 内 容］ 

 高温高速の燃焼ガスに曝されるハイブリッドガスター

ビン用窒化ケイ素について、実機のガスタービン燃焼条

件に近い状態を再現し、表面の腐食状態を調べることを

目的として行った。燃料は都市ガス（13A、低位発熱量

41、61MJ/Nm3）を用い、試料は京セラ製窒化ケイ素

SN282の4mmx4mmx80mm の試験片を用いた。燃焼は

空気流量128Nm3/h で固定し、ガス流量を調整すること

によって燃焼ガス温度1400±5℃で保持した。この時の

ガス流量の変動は8.5～8.7Nm3/h、1400℃での排ガス

量をバーナー開口部（39mm）の面積で除することによ

り算出した燃焼ガス流速は191～194m/s であった。 

 8～16時間の初期のガス照射では、窒化ケイ素表面に

薄いガラス相が生成していた。酸化膜はガス照射時間の

経過とともに粉末状に変化し、24時間以上経過した試片

では試片表面は粉末状の酸化生成物で覆われていた。粉

末状酸化物は、表面に軽くのっているのみで、軽く擦る

と簡単に除かれる状態であった。所々に見られたバーナ

ー周辺からの飛来物によるガラス相を多く含む白色斑点

状の部分もガス照射とともに粉末状に変化し、次第に周

辺と区別が付かなくなった。8～16時間の初期のガス照

射ではその後に比べて緩やかな重量減少を示した。各ガ

ス照射ごとの重量減少率を比べると、重量減少は16時間

までと、それ以後の2段階に分かれ、初期の段階では、

主に表面ガラス相からの Si、O 及び N2の気化によって

起こり、その後は、Si、O 及び N2の気化に加えて粉末

状の酸化物がガス流によって除かれることによることが

分かった。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］窒化ケイ素、燃焼ガス、腐食 

 

［研 究 題 目］次世代型分散エネルギーシステム基盤技

術研究開発 

［中 項 目 名］固体高分子形燃料電池の研究 

［研究代表者］宮崎 義憲（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］宮崎 義憲、小林 哲彦、安田 和明、 

五百蔵 勉、藤原 直子、城間 純、 

山崎 眞一、上田 厚、山田 裕介、 

塩山 洋、松本 一、赤井 智子、 

岡田 達弘、柳下 宏、根岸 秀之、 

遠藤 明、原谷 賢治、春日井絵理子、 

Thomas Mathew 

［研 究 内 容］ 

【目標】普及を目指す次世代型固体高分子形燃料電池

（PEFC）発電システム開発のために必要な基盤研究と

して、電解質、電極触媒の評価方法及び基盤データ取得、

改質器用触媒データベース構築に関する研究を行う。 

【研究計画】新規電解質、電極触媒については適切な評

価方法を検討するとともに、その実用化可能性評価及び

基盤データを提供し、改質触媒についてはデータベース

を構築する。 

【年度進捗状況】ガラス系、常温溶融塩系、エンプラ系

等の新規電解質を作製してプロトン導電率に関する測定

データを取得すると共に、燃料電池への適用性を評価す

る手法を検討・提案した。全フッ素化膜のミクロ構造と

イオン・水輸送挙動との関連を、流動電位法、AC イン

ピーダンス法、パルス磁場勾配 NMR 法で明らかにした。

電解質水溶液中で Pt-Ru 系触媒の耐 CO 特性とメタノ

ール酸化活性を評価するための測定プロセスを検討する

とともに燃料電池における触媒活性を比較し相関性を得

た。8電極の同時測定が可能な迅速評価法を提案した。

また、H 型セルを使って触媒層の背面から反応ガスを

供給し耐 CO 被毒特性を評価する手法により、定常電流

に達するまでの時間が液中での回転電極法の場合の1/4

に短縮できた。電気化学測定に基づいた「総合触媒活性

評価システム」の完全自動化を行い、有機金属錯体系酸

素還元分子触媒の構造と機能に関する系統的な実験・調

査を行った。固体触媒自動調製装置を試作し、貴金属／

金属酸化物の2成分系改質触媒ライブラリを作成した。

迅速ガス分析法（赤外式ガスセンサと高速ガスクロ）を

組み合わせた評価装置を作製し、上記ライブラリに対し

て、CO シフト反応、メタノール改質反応、DME 改質

反応を評価した。得られたデータベースを基に新規

DME 改質触媒の設計・調製・評価を行い、既報の触媒

に比べ高活性を示す触媒の創出にも成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料電池、固体高分子形燃料電池、電解

質、電極触媒、改質触媒 

 

［研 究 題 目］AFM 機構を用いたナノメータスケール

機械加工システムの開発 

［研究代表者］芦田 極（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、走査型電子顕微鏡（SEM）内で動作す

るナノスケール機械加工システムの構築、及びキーデバ

イスとなる加工用カンチレバーの製作の、2つのサブテ

ーマで研究を進めている。前者においては、SEM の試

料室チャンバに収納可能なサイズで、かつ目的とする角

度でナノスケール加工状態の観察が可能な AFM 機構を
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実現するために、SEM ステージユニットの改造及び、

オリジナルの AFM 機構の設計・試作を進めた。後者に

おいては、ナノスケール機械加工の工具は刃先となる、

微小なダイヤモンドを切れ刃として先端部を整形・先端

化する手法を考案し、基礎実験を試みた。また、

MEMS 的手法を用いたダイヤモンド製カンチレバーの

一体成形についても、プロセスを考案し、試作を進めた。

また、これらと平行して、本技術のアプリケーション開

発における基礎実験として、従来のナノスケール加工シ

ステムを用いた加工実験を行い、単結晶シリコンのナノ

スケール機械加工における加工変質層の生成メカニズム、

及びその化学的特性について詳細な解析を行った。 

［分 野 名］材料・ナノテク・製造 

［キーワード］AFM、ナノスケール機械加工、加工用

カンチレバー、SEM 

 

［研 究 題 目］排水処理のための可制御高効率ソノケミ

カル反応装置の開発  

［研究代表者］安井 久一（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］安井 久一、辻内 亨、小塚 晃透、 

飯田 康夫 

［研 究 内 容］ 

 排水中の環境ホルモン等の汚染物質を効率良く分解す

るケミカルフリーな技術として、高効率なソノケミカル

反応装置の開発を目的とする。ソノケミカル反応装置と

は、液体に強力な超音波を照射して、多数個のキャビテ

ーション気泡を発生させ、気泡の圧壊時の気泡内の高温

高圧を利用して、気泡内の水蒸気の熱分解により OH
ラジカルや酸素原子等の強力な酸化剤を発生させ、溶液

内の種々の溶質を酸化分解する反応装置のことである。

当該年度は、ホーン型超音波振動子と定在波型ソノケミ

カル反応装置を組み合わせた反応装置を研究した。反応

装置の評価方法としては、超音波キャビテーションによ

って生成する OH ラジカルや酸素原子等の酸化剤を、

ヨウ化カリウム水溶液の酸化反応によって定量した。そ

の結果、今年度は、ホーン型あるいは定在波型ソノケミ

カル反応装置を単独で用いた時の反応率の和の約4倍の

反応率が、両者の組み合わせにより達成された。また、

この他に、アルミナ等の微粒子を適量添加することで、

約1.5倍の反応率が得られた。更に、気泡内化学反応の

コンピュータシミュレーションによって、気泡内部での

酸化剤生成にとって 適な気泡内温度が存在することを

明らかにした。これは、酸化剤生成にとって、 適な超

音波強度（音圧）が存在することに対応する。また、光

散乱法により、気泡数の空間分布を測定する技術を開発

した。この他、光触媒との協奏増幅効果の研究や、電解

酸化との協奏増幅効果の研究を進め、特に電解酸化との

協奏増幅が、汚染物質に対する高い分解率を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超音波、キャビテーション、OH ラジカ

ル、酸素原子、ソノケミストリー 

 

［研 究 題 目］次世代生体親和材料としての脂質ナノ構

造体の開発 

［研究代表者］高木 俊之（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］馬場 照彦、高井 克毅、亀田 光淑、 

金森 敏幸 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、極限環境下を生き抜く古細菌の生体膜に見

られる環状脂質をモデルとした人工環状脂質を構成分子

とする様々な形態の脂質ナノ構造体を創製し、続いて詳

細な構造解析を行うことで、タンパク質をはじめとする

将来的に様々なバイオ分子を統合しうる「ナノバイオシ

ステム化の場」の構築を行うことを主たる目的としてい

る。 

 本年度は、古細菌の細胞膜を構築する脂質にヒントを

得つつ、擬環状・メチル分岐鎖・チオール・フッ素・不

飽和などをキーワードとして、計11種類の新規人工脂質

を合成した。本研究では細胞と親和性の高い人工脂質の

開発を主眼とし、将来的にはチップ上に脂質膜を構築さ

せて細胞のセンシングとマニピュレーションへの応用を

目指す。現時点では、その前段階として得られた人工脂

質により平面膜あるいはベシクルを構成させ、それらの

安定性を脂質の構造と関連付けて考察するとともに、そ

こに特定のタンパクを埋め込んでタンパク特有の輸送機

能の発現を評価することにより、細胞膜アナログとして

の人工脂質の性能を評価している。本年度は、タンパク

として光合成関連タンパクを用い、人工脂質の膜タンパ

ク機能に対する安定性への効果、プロトン蓄積能を明ら

かにした。フッ素導入効果については、炭素数18の炭化

水素系脂肪酸の疎水部末端にパーフルオロオクチル基を

導入したものを合成した。不飽和導入は二重結合（シ

ス・トランス）と三重結合について行い、トランス体よ

りシス体、二重結合より三重結合の方が界面安定性を向

上させる結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］古細菌、擬環状脂質、含フッ素脂質、人

工脂質、膜タンパク質 

 

［研 究 題 目］塗布光分解法によるエピタキシャル酸化

物膜の低温成長 

［研究代表者］土屋 哲男（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］山口 巌 

［研 究 内 容］ 

 紫外レーザ光による金属有機化合物の光化学反応を利

用して500℃以下の低温で赤外線センサや強誘電体メモ

リ用エピタキシャル薄膜を作製する塗布光分解法を開発

し、低温成長の 適化とそのキャラクタリゼーションを

行った。赤外センサに関する応用研究では、磁気抵抗体

ランタンストロンチウムマンガネート(La1-xSrxMnO3)
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のエピタキシャル膜を500℃で低温成長させ、その膜の

特性は、X＝0.2において、270K で TCR＝3.4%を示し

た（NEC との共同研究）。また、照射条件を検討した

結果、室温成長より得られたエピタキシャルチタン酸ジ

ルコン酸鉛（Pb(ZrTi)O3）膜の強誘電特性は、従来の

2Pr=10μC/cm2から2Pr=26μC/cm2まで改善した。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］エキシマレーザー、低温成長、PZT、 

LSMO 

 

［研 究 題 目］実時間適応学習能力を有するサイバネテ

ィック・インタフェースの開発 

［研究代表者］福田 修（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］福田 修、本間 敬子 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、活動筋から計測した筋電位信号から

人間の意図を推定し、コンピュータや福祉機器などへ指

令を伝達するサイバネティック・インタフェースを開発

することである。この装置は、筋収縮レベル、運動意思、

関節インピーダンスなどの情報を伝達可能で、上肢切断

者などの身体機能障害者にとって生活や就労を支援する

唯一のインタフェース手段となり得る。また、スイッチ

やマウスなどのような特別なデバイスや操作環境は不要

であり、ウェアラブルコンピュータの入力デバイスとし

ても有効である。 

 本課題の研究期間は、平成13～15年度の3年間であり、

本年度が 終年度にあたる。これまでの、研究期間中に

動的確率モデルの一つである隠れマルコフモデルに基づ

いた新しいニューラルネットの定式化を行うとともに、

現場において実時間で適応学習を実現するための学習ア

ルゴリズムを開発した。平成15年度は、このアルゴリズ

ムに基づくアプリケーション装置の開発に取り組んだ。 

 平成15年度の成果として、障害者用の筋電位制御型食

事支援システム、ウェアラブル可能な筋電位制御型ポイ

ンティングデバイスの開発を行った。また、重度障害者

や高齢者らを対象とした操作実験を行い十分な操作性を

確認した。なお、本課題において開発した要素技術の一

つである筋電信号計測装置を実用化し、研究に参画した

中小企業（（有）追坂電子機器（広島県））から販売する

に到った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヒューマンインタフェース、生体信号、

サイバネティクス 

 

［研 究 題 目］術中 MRI と内視鏡のリアルタイム画像

統合技術 

［研究代表者］山内 康司（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］山内 康司 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 MRI（磁気共鳴画像）による誘導を必要とする低侵

襲手術において、MRI と硬性内視鏡の同時観察を可能

にする能動的でリアルタイムな画像統合・提示技術を研

究・開発する。内視鏡は MRI 対応性のあるマニピュレ

ータによって操作され手術者の見たい部位に正確・安定

に位置決めされる。位置決め情報と MRI 断層像上の座

標系を相互参照することで、内視鏡画像と MRI は計算

機上で統合され手術者に提示される。 

研究計画： 

 平成14年度はマニピュレータの設計試作、および

MRI 対応内視鏡の設計を行う。平成15年度は試作した

マニピュレータの改良を行うと共に、MR 対応性の評価

を行う。また MRI 対応内視鏡の MRI 対応性を評価す

る。MRI と内視鏡の座標系を一致させるためのソフト

ウェアの昨日開発を行う。平成16年度は、各開発要素の

改良・統合を行い、全体システムとしての評価を行う。 

年度進捗状況： 

 マニピュレータのインタフェースに関して、マニピュ

レータを手術室で簡易に動作するに適した機構を設計・

製作し、マニピュレータとの接続評価実験を行った。

MRI 対応内視鏡については、前臨床試験に向けた倫理

委員会の承認に必要な検証を行った。また光学上の課題

が判明した斜視鏡に関して、光学系の再設計を行った。

座標系を一致させるソフトウェアについて、MRI 断層

画像のボリュームレンダリングと内視鏡像等が統合表示

可能でかつ高速なグラフィックライブラリ VGL を用い

て実装し、内視鏡と MRI 画像の立体三次元表示を行っ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］硬性内視鏡、手術ナビゲーション、 

MRI 対応性 

 

［研 究 題 目］不均一熱環境設計のための快適基準に関

する研究 

［研究代表者］佐古井智紀（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］佐古井智紀、都築 和代、加藤 信介 

（東京大学）、大岡 龍三（東京大学）、 

宋 斗三（成均館大学）、 

朱 晟偉（東京大学） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 熱環境の不均一性の活用により、部屋全体を温調する

全空気式暖冷房と比べて1/10程度の省エネルギー設計が

可能ということが示されている。他方、これまでに示さ

れてきた不均一熱環境における快適（あるいは非不快）

の基準は、一定の着衣、風速におけるものであり、着衣

や気流の活用可能性を狭めている。着衣や気流による調

整は熱源が不要であり一層の活用が期待される。この研

究は、多様な着衣、気流に対応できる、不均一熱環境下

での椅座人体の熱的快適性予測法の構築を目的とする。 
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研究計画： 

 前後、左右、上下に不均一な温熱環境で実験を行い、

椅座被験者の快適感・不快感、その時の皮膚温分布を把

握する。同時にサーマルマネキン実験を行い、顕熱授受

の分布を把握する。限られた着衣、気流条件での実験結

果から多様な着衣、気流条件での不均一熱環境における

快適性を類推する式を導くため、温熱環境要因である気

温や放射温などの分布に代わって、人間側の要因である

皮膚温とその分布、およびそれを形成する顕熱授受とそ

の分布によって不均一熱環境における熱的快適性を表現

する。得られた式を、既往の三次元人体熱モデル

（SMITH モデル）、数値サーマルマネキン（CFD、放

射連成の数値解析）と組合せ、椅座、不均一熱環境下で

の熱的快適性を判別、予測するツールを構築する。 

年度進捗状況： 

 皮膚温と顕熱授受量およびそれらの分布による、不均

一熱環境を対象とする椅座被験者の快適感の表現式、お

よび部位不快感の表現式を得た。着衣・暖冷房が異なる

条件での検証実験および既往研究との比較から、その有

効性を確認した。SMITH の3次元人体熱モデルによる

体温分布予測の精度に不具合があり、改良を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、不均一熱環境、着衣、気

流、熱的快適性 

 

［研 究 題 目］ブロードバンドネットワークのための次

世代磁気光学素子 

［研究代表者］Vadym Zayets（エレクトロニクス研究

部門） 

［研究担当者］齋藤 秀和、安藤 功兒 

［研 究 内 容］ 

 材料および素子構造の抜本的な見直しにより、現在の

素子コストの大半を占める組立てプロセスを必要としな

い革新的な磁気光学素子を実現することを目標とする。

具体的には、従来の酸化物系磁気光学材料に代えて、半

導体基板上に成長可能な半導体系の新磁気光学材料を用

いることにより、レーザなどの半導体光素子と一体的な

集積化が可能な導波路型磁気光学素子の実証を成功させ

る。GaAs 基板上の（Cd、Mn）Te 磁気光学導波路にお

いて500deg/dB/kG 以上の磁気光学性能指数、100%完

全な TE-TM モード変換、18dB の光アイソレーション

を実証した。 

［分 野 名］情報通信分野 

［キーワード］磁気光学素子、光アイソレーション、希

薄磁性半導体 

 

［研 究 題 目］高異方性ナノプロセスを用いた極微細ダ

ブルゲート MOSFET の開発 

［研究代表者］昌原 明植 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］清水 貴思、松川 貴 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 新規なプロセス、材料、物性評価技術の統合により、

高性能かつ低消費電力なダブルゲート MOSFET を開発

する。具体的には、新規提案の3次元の加工が可能な高

異方性ナノプロセスを用いて、従来の微細加工技術では

なし得なかった縦型極狭 Si チャネル極微細ダブルゲー

ト MOSFET 作製技術を開発する。さらに、独自に開発

する高品質な La 系高誘電率（high-k）ゲート絶縁膜を

適用した、高性能かつ低消費電力な high-k ゲート縦型

ダブルゲート MOSFET を実現する。 

【研究計画】 

 垂直方向と水平方向を独立に制御可能な高異方性ナノ

ウェットプロセスを用いて、短チャネル効果にも強く低

消費電力な縦型 DGFET の開発を行い、また同時に、

DGFET 構造に将来のゲート絶縁膜として期待される換

算膜厚2nm 相当の La 系 high-k ゲート絶縁膜を導入す

ることで、漏れ電流が極限まで抑えられた高性能 high-
k DGFET の開発する。さらに、多機能走査型プローブ

顕微鏡による微細チャネル内不純物分布の評価を行う。 

【年度進捗状況】 

 イオン照射減速エッチング（IBRE）法により、厚さ

12nm の縦型極薄 Si 伝導チャネルを有する p-ch 縦型ダ

ブルゲート（DG）MOSFET を作製し、短チャネル効

果を有効に抑止する DGFET 固有の特性を確認した。

また、縦型ダブルゲート MOSFET とプレーナー

MOSFET の新しい混載技術を IBRE 法を用いて開発し

た。SiO2ゲート絶縁膜厚換算2nm 以下の La 系 high-k
ゲート絶縁膜を有する p-ch および n-ch 双方の

MOSFET を Ru をゲート電極とすることによって作製

し、p-、n-両チャネルにおいて4桁以上の On/Off 比と

±0.5V 以内のしきい値電圧を実現するサブスレショー

ルド特性に優れた電気特性を確認した。さらに、多機能

走査型プローブ顕微鏡の非線形容量顕微鏡（SNDM）

機能を用いてトランジスタチャネル構造中の不純物分布

を解析し、短チャネル効果発生の有無を定量的に明らか

にした。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］イオン照射減速エッチング、低消費電力 

 

［研 究 題 目］ナノ構造表面制御による長寿命・低消費

電力フィールドエミッションディスプレ

イ技術の開発 

［研究代表者］長尾 昌善 

（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］金丸 正剛、池田 伸一、長尾 昌善、 

田村祐一郎、山内 洋美 

［研 究 内 容］ 

（目標） 
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 低コスト・大面積・低消費電力の自発光型フィールド

エミッションディスプレイ実現のために、大面積化も可

能な TFT 一体型ポリシリコンエミッタを用いたディス

プレイ開発を行う。 

（研究計画） 

 従来開発してきた単結晶シリコンエミッタ技術をベー

スにして、大面積化が可能なポリシリコンエミッタ技術

を確立し、16x16画素のポリシリコンパッシブマトリク

スディスプレイを試作する。またフィールドエミッタ駆

動用の TFT のパラメータの 適化を行う。 

（進捗状況） 

 多結晶シリコンを用い、イオンエッチングを用いるこ

とで、室温でのフィールドエミッタ作製を試みた。その

結果、従来の高温を用いる熱酸化ほど先鋭ではないが、

電子放出に十分な先端形状を持つエミッタを作製するこ

とができた。また、多結晶シリコンを熱酸化により先鋭

化するとデバイスの信頼性が乏しいという問題があった

が、イオンエッチングの場合は信頼性の高いデバイスが

作製できることを明らかにした。さらに、この多結晶シ

リコンフィールドエミッタに HfC 被覆を行うことで、

動作電圧の低電圧化ができ、単結晶シリコンエミッタと

同程度の性能が得られることがわかった。また、16x16
画素のパッシブマトリクスのディスプレイを試作し、真

空チャンバー内での動作実証に成功した。 

 フィールドエミッタの電流を制御するための多結晶シ

リコン TFT（薄膜トランジスタ）を設計し、実際にそ

の構造を試作し、フィールドエミッタの電流制御に必要

な設計パラメーターを決定した。フィールドエミッタを

制御するために TFT に要求される性能は、①OFF 電流

が少ないこと(1nA 以下)、②ソースドレイン耐圧が高

いことがあげられるが、ゲート電極の構造（櫛形構造お

よび LDD 構造）とチャネル長を適切に設計することこ

とで、これらの性能が得られることがわかった。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］自発光ディスプレイ、フラットパネルデ

ィスプレイ、フィールドエミッタ 

 

［研 究 題 目］実時間 Linux 向き組込用並列分散計算シ

ステムの実用化研究 

［研究代表者］関山 守（情報処理研究部門） 

［研究担当者］戸田 賢二、金広 文男 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、オープンソースでネットワーク応用を含む

組込機器の制御用 OS として注目されている Linux を

用いた、並列分散実時間システムの製品化につながる開

発を目的とする。 

 平成15年度に達成した成果は以下の通りである。 

1) リアルタイムイーサネットは、ソフトウェアによる

シミュレーションでその性能を確認できたため、ハー

ドェア化による実証実験の準備を開始し、イーサネッ

トボードの基本設計を行った。 

2) 実時間 ART-Linux の動作環境の拡充の一環として、

ルネサステクノロジの組込用プロセッサ M32R への

ART-Linux の移植を行った。この実験評価環境とし

て、M32R のソフトコアが動作するルネサステクノロ

ジの FPGA 評価ボード Mappi に加え、産総研の

FPGA を用いたマルチプロセッサ評価装置 REX 上に

も、M32R を移植して ART-Linux の動作環境を構築

し、ART-Linux の動作を確認した。 

3) リアルタイム MPI については、インフィニバンド

を装備した高速通信ボードを PC に内蔵した計算ノー

ドを用いる実時間用高性能クラスタの構築を開始した。 

本年度は、ボードと通信ドライバの基本部分の開発を

行った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］実時間 Linux、プロセッサコア 

 

［研 究 題 目］ファインポリマー技術および材料複合化

技術による水素分離用耐候性無機膜の開

発 

［研究代表者］須田 洋幸（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］内丸 祐子、依田 智 

［研 究 内 容］ 

 深冷分離法や吸着法、吸収法などとともにガス分離法

として競合する技術である膜分離技術は本質的に省エネ

ルギー技術であることから優位性を有することも少なく

ない。また、分離膜による水素の分離・回収・精製技術

は、例えば近年活発に開発されているオンサイト・分散

型小型燃料電池への高純度燃料水素供給技術として、あ

るいは数多くの石油精製プロセス用など様々な関連技術

も含めかなりの環境負荷低減効果・経済効果が見込まれ

る。しかしながら、これまで検討されてきた高分子分離

膜等には、熱サイクル耐久性、低水素分離性能等種々の

問題があった。そこで本研究では、ファインポリマー技

術および材料複合化技術により、新規炭化ケイ素系膜な

らびに炭素膜の前駆体ポリマー段階での高機能化技術を

確立し、室温～中高温領域で使用可能な耐候性に優れた

水素分離用無機膜を開発することを目的とした。前者で

は、ポリメチルシランの高収率合成法ならびに高セラミ

ックス収率等に有効な新規ヒドロシリル化架橋反応を開

発し、生成した炭化ケイ素系素材中にガス選択透過性の

期待できる細孔を創製できることを明らかにした。また

後者においては、貴金属錯体の超臨界二酸化炭素への溶

解挙動ならびにポリマー中への含浸挙動の解析等を通じ

て、超臨界含浸条件や含浸ポリマーの構造特性などをコ

ントロールすることにより、貴金属微粒子の分散量や状

態が制御可能であることならびに、本方法によって水素

選択透過性に優れた貴金属微粒子分散炭素膜の創製が可

能であることを明らかにした。 

［分 野 名］エネルギー・環境 
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［キーワード］水素、気体分離膜、炭素、炭化ケイ素、

超臨界二酸化炭素 

 

［研 究 題 目］廃電気・電子機器リサイクルのための選

択粉砕・容易分離技術の開発 

［研究代表者］古屋仲茂樹（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］松田 聡、遠藤 茂寿 

［研 究 内 容］ 

 本研究では廃プリント基板や家電シュレッダーダスト

に含まれているプラスチックと金属の耐衝撃性が異なる

ことに着目し、材質ごとに砕製物粒子の粒径に顕著な差

違を与えることができ、後段の選別工程を簡易化すると

同時に粉砕工程そのもののエネルギー効率を改善可能な

高効率選択粉砕技術の開発を目標としている。 

 前年度に確立した衝撃式粉砕機内の可視化手段によっ

て廃プリント基板の破壊挙動について調査した結果、

PC 等で用いられるガラスエポキシ基板では基材の強度

が比較的強いため周縁部から次第に破壊が進行している

のに対して、TV 等に使用される紙フェノール基板では

即座に体積粉砕的な破壊が進行しており、それと平行し

て金属―非金属界面の剥離が進んでいることが明らかに

なり、粉砕初期における衝撃速度の調整が選択粉砕効果

の向上に対して重要であることが示唆された。また、衝

撃速度、スクリーン開口率、砕料供給速度を自動制御可

能な粉砕システムを製作し、部品類を事前に取り除いた

プリント基板と家電シュレッダーダストの粉砕試験を実

施した結果、特に紙フェノール基板では粉砕開始後、衝

撃速度を一定の割合で加速させることが選択粉砕性を高

めるのに有効であり、通常の定常条件における粉砕方法

と比較して、20%程度金属と非金属間の平均粒径差を拡

大できることが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］廃電気・電子機器、リサイクル、粉砕、

選別 

 

［研 究 題 目］貴金属リサイクルのための新規金属分離

回収プロセス開発 

［研究代表者］成田 弘一（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］田中 幹也、坂本 大輔（埼玉県工業試

験センター） 

［研 究 内 容］ 

１．目標 

 現在、湿式法による貴金属の分離精製は溶媒抽出法

を用いたプロセスが主流となっているが、使用抽出剤

の安定性及び貴金属に対する分離特性が不十分なこと、

さらに多量の有機溶剤の使用など問題点は多い。そこ

で本テーマでは、安定で貴金属に対し優れた抽出性能

を有する抽出剤を導入した溶媒抽出法に、新規分離法

である溶媒含浸繊維法を組み込んだプロセスの開発を

目指す。 

２．研究計画 

 溶媒抽出法に関しては、酸に対して安定な疎水性分

離試薬（アミド化合物）を合成し、それを用いて酸溶

液からの貴金属の抽出分離特性を明らかにする。得ら

れた結果を基に、各貴金属に対し選択性の高い分離試

薬を決定する。溶媒含浸繊維法では、まず強酸に対し

て安定である繊維を選定し、それを用いた溶媒含浸繊

維の貴金属に対する分離性能評価を行う。これらの知

見より実プロセスへの適用を想定した分離条件を決定

する。 

３．年度進捗状況 

 新規に合成したアミド化合物の中で、N,N'-ジメ

チル-N,N'-ジ-n-オクチル-チオジグリコールアミド

（MOTDA）がパラジウムに対し非常に優れた抽出剤

であることを見出した。MOTDA を用いるとパラジ

ウムの迅速な抽出が可能であり、他の白金族金属及び

ベースメタルからの分離にも優れている。また含浸繊

維には、カポック繊維を主成分とする天然系親油性繊

維が 適であることが分かった。今後は、金、白金に

対して有用な抽出剤の開発及び溶媒含浸繊維による貴

金属の吸着特性の解明を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］貴金属、溶媒抽出、溶媒含浸繊維 

 

［研 究 題 目］有機 EL ディスプレイ用燐光材料の迅速

探索システム 

［研究代表者］今野 英雄（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］今野 英雄 

［研 究 内 容］ 

 有機 EL ディスプレイは、次世代のフルカラーフラッ

トパネルディスプレイの有力候補であり、携帯電話やデ

ジタルカメラなどで製品化がすでに始まっている。しか

しながら、有機 EL が広範な表示素子として採用される

ためには、耐久性や発光効率などのさらなる改善が必要

とされている。一方で、近年になって、有機 EL 用の発

光材料として燐光材料を用いると、発光効率が従来より

も3～4倍も向上することが報告され、注目を浴びている。

しかし、これらの燐光材料については、これまでに様々

な製造法が提案されているが、多段階プロセスが必要、

反応時間が長い、複雑な精製プロセスが必要、収率が低

いなどの問題があり、現在までに実用的な合成法は開発

されていなかった。そこで本研究では、燐光型有機 EL
の実用化の鍵を握る燐光材料の開発を迅速化するために、

マイクロ波を用いた燐光材料の迅速探索システムを構築

することを目的としている。今年度は、代表的な燐光材

料である2-フェニルピリジンを配位子として有するイリ

ジウム錯体をマイクロ波を用いて、迅速かつ高効率合成

することに成功した。この方法を用いれば、従来は24時

間程度かかっていた反応時間を数分にまで短縮でき、さ

らにカラムクロマトグラフィーなどの精製プロセスも簡
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略化できる。また、この反応における燐光材料の収率は、

反応系中の有機配位子の物質量に大きく依存すること、

過剰に添加した有機配位子は、オルトメタル化反応によ

って放出されたプロトンをトラップする塩基としても機

能することがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機 EL、マイクロ波、合成、発光材料、

イリジウム 

 

［研 究 題 目］ソフト化学的合成方法による省エネルギ

ー型ランプ用蛍光体微粒子の開発 

［研究代表者］西須 佳宏（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］西須 佳宏、秋谷 俊之、高橋 正俊 

［研 究 内 容］ 

 制御性の高いソフト化学的合成法により、低消費エネ

ルギー型のランプやディスプレイ等を用途とする高効率

な蛍光体微粒子を開発することを目的とする。蛍光管等

に用いられる蛍光体は、ガラス面に薄く塗布され、また

散乱光である必要性等から通常は粉体状で用いられてい

るが、従来法の蛍光体製造プロセスでは、不純物の混入

や解砕時の結晶表面への傷（欠陥）、さらに組成・粒

度・形状等の不十分な制御性が、機器使用時の潜在性能

（輝度特性等）を抑制する要因となっている。そこで本

研究では、合成過程に液相析出法等のソフト化学的手法

を応用することにより、精密に組成や結晶構造を制御し

て、不純物の混入や結晶表面への欠陥を防止し、さらに

形状や粒度を 適化して、輝度等の特性の高い蛍光体を

得ることを目指している。本年度は、蛍光管等で使用さ

れる RGB 蛍光体の3色（赤・青・緑）の中で、特に劣

化の問題の大きい青色蛍光体の検討を行った。固相法で

合成される従来の青色蛍光体は、比較的輝度は高いが劣

化しやすく色純度にも改善の余地がある。本研究では、

新たに析出合成法などの液相法を用いて（均一溶液⇒前

駆体合成⇒乾燥熱処理）の手順でレアアースを発光中心

とするケイ酸塩系青色蛍光体の開発を行った。その結果、

従来の青色蛍光体よりも、低波長側に発光のピークが位

置する色純度の高い、また比較的強い発光強度を示す蛍

光体が得られることがわかった。対劣化性能については、

より安定強固な結晶系であり比較的高いと予想され、長

時間の使用が前提の蛍光管等での使用では安定した色度

を保てると期待される。特に、強い劣化環境にあるキセ

ノンガス等を用いた水銀レス真空紫外線蛍光ランプでは、

その特性が効果的と考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］蛍光体、微粒子、液相法 

 

［研 究 題 目］加圧熱水反応を用いた未利用樹皮からの

ケミカルズ製造に関する研究 

［研究代表者］井上 誠一（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］井上 誠一、花岡 寿明、野口 将宏、

江頭 照美 

［研 究 内 容］ 

 アジア・オセアニア地域などで植林されているラジア

ータパインの樹皮は、未利用で放置または焼却などによ

り処理処分されている。しかしこの樹皮中には、ホルム

アルデヒドと反応し接着性を持つ成分であるタンニンが

多く含まれている。このタンニンを効率よく樹皮中から

抽出することを目的とし、加圧熱条件下メタノールを抽

出溶媒としてタンニンの抽出を行った。「常圧下でタン

ニン抽出後の残渣をさらに加圧条件下でタンニン抽出を

する」という2段階抽出を行ったところ、ホルムアルデ

ヒドとの反応性の異なるタンニンが得られた。このこと

から、抽出条件により異なる成分構造のタンニン抽出で

きる可能性が示唆された。加圧熱抽出は、樹皮に対して

少ない溶媒量および短い抽出時間でタンニンの抽出を行

うことができ、エネルギー的にも有利な抽出方法である

だけでなく、樹皮中の成分分離にも利用できる可能性が

示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］樹皮、タンニン、加圧熱条件 

 

［研 究 題 目］異種元素導入による電気化学キャパシタ

用高性能炭素電極の開発 

［研究代表者］曽根田 靖（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］児玉 昌也、山下 順也、袴田 隆宏 

［研 究 内 容］ 

 電気二重層キャパシタは、二次電池に比べ高速な電力

の出し入れが可能であるという特徴から、ハイブリッド

カーやパルス的電力の平準化といった分野での応用が期

待されるが、現状のキャパシタはエネルギー密度が低い

という欠点をもつことからその用途が限られている。本

研究開発においては、様々な省エネルギー用途での実用

化が可能となるような大容量キャパシタの創出を目指し、

酸化還元反応を利用した電気化学キャパシタ用高性能炭

素電極の開発を行った。 

 カーボンナノファイバー（CNT）やカーボンエアロ

ゲル（CA）などのメソ細孔性炭素の調製法を確立し、

電気二重層キャパシタ電極としての基礎的特性を評価し

た。CNT については、硫酸中で80F/g の比容量が示さ

れ、層間化合物の分解によって静電的に容量を増加し得

ることを見いだした。膨張化炭素繊維（ExCF）の比容

量は濃硫酸中で450F/g に達し、その機構は、電解液分

子のインターカレーションによる電気化学疑似容量と考

えられた。 

 フッ素マイカ層間を用いた鋳型炭素化法によって得た

薄膜状炭素は、単位表面積当たりの比容量が活性炭の約

10倍に達した。ポリ塩化ビニルを出発物質とする活性カ

ーボンエアロゲルは、有機電解液中において135F/g の

高い容量を示し、特異吸着の機構を明らかにしたことに

より、材料設計指針を得た。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］キャパシタ、ナノカーボン、インターカ

レーション、ドーピング、電極材料、疑

似容量 

 

［研 究 題 目］流動層による大量排ガス中に含まれる低

濃度 NOx の高度処理 

［研究代表者］松田 聡（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］松田 聡 

［研 究 内 容］ 

 都市域での窒素酸化物（Nox）の環境基準達成率の向

上のため、比較的まとまった量を処理できるトンネル換

気排ガスに着目し、流動層方式による脱硝装置を開発す

ることにした。トンネル換気排ガスは処理ガス量が大量

であることと窒素酸化物濃度が数 ppm 程度であるとい

う特徴があり、常温で比較的低濃度でも処理できる光触

媒方式で窒素酸化物処理を行うことを考えた。また換気

量が膨大であるため、循環流動層システムを検討するこ

とにした。 

 本年度はベンチスケール（高さ5m）の装置を作成し

た。二重管ライザー内粒子挙動を光ファイバプローブや

ビデオ観察により解析し、旋回強度と滞留時間の関係を

明らかにした。トンネル排ガスを対象にした場合、共存

物質としてすすと一酸化炭素が考えられるが、すすは前

段の電気集塵機で捕集できると考え、一酸化炭素の影響

を調べた。本研究において以下の点を明らかにした。光

触媒粒子として、脱硝性能、複合化粒子の強度、および

400nm の光に対する透過性の観点から酸化チタンをゾ

ルゲル法でシリカゲルに担持した光触媒複合粒子が適し

ている。循環流動層システムを構築し、ライザー部への

ガスの吹き込み方法を工夫し旋回流を生じさせることに

よってより長時間の滞留時間が得られる。窒素酸化物処

理を行ったところ脱硝効率90%以上で長時間運転できる。

トンネル排ガス中に含まれる一酸化炭素の濃度範囲では

脱硝効率には全く影響がない。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］流動層、NOx 処理、光触媒 

 

［研 究 題 目］実用燃焼炉 適化に向けた高度燃焼制御

基盤技術の開発 

［研究代表者］北島 暁雄（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］赤松 史光（大阪大学）、飯塚 悟、 

国吉ニルソン（大阪大学） 

［研 究 内 容］ 

 実用燃焼炉における高度燃焼制御技術に対する技術応

用を念頭においた、燃焼制御基盤技術の開発を行う。環

境負荷低減技術の基礎研究として、すすやダイオキシン

類などの有害燃焼排出物の生成と深い関連が指摘されて

いる多環芳香族物質（PAH）生成機構と燃焼状況との

詳しい関係を解明し、生成抑制技術基盤の確立を目指す。

同時に、高エネルギー変換技術の中核と目される高温空

気燃焼について、実機流れ場を考慮した高強度乱流条件

における詳細な燃焼特性を解明し、燃焼制御 適化の為

の基礎知見を蓄積する。以上の基礎的研究から得られた

データを基に、実炉への応用を念頭においた適切な燃焼

モデルを構築し、 終的には実機燃焼制御パラメータ

適化の為の知見の取得を目指す。本年度の主な研究結果

は以下の通りである。 

 実用燃焼炉内・気相拡散燃焼領域に広く適用可能であ

る、laminar diffusion flamelet モデルが適用できる燃

焼領域において、PAH 生成を抑制しつつ、高効率燃焼

を実現する時空間平均的燃焼条件を明らかとした。具体

的には、拡散燃焼領域における平均流速度勾配（スカラ

ー散逸速度）を小さい条件に保ちつつ、モル量論比にお

ける希釈量を増大させ、理論混合分率を大きく設定する

ことで、拡散火炎の安定性を著しく向上させながら、

PAH の生成の抑制を可能とすることができる。本研究

では、それらの拡散燃焼制御パラメータの理論的な適正

値を併せて提唱した。さらに、多環芳香族やすすの生成

反応で重要な中間物質と考えられているナフタレンとア

セナフティレンの二つの多環芳香族の生成挙動が、前述

の拡散燃焼制御パラメータに対して大きく異なることを

実験的に示し、普遍的な燃焼反応モデル構築の基盤とな

る知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］多環芳香族物質・拡散燃焼・高温空気燃

焼 

 

［研 究 題 目］クラスレート水和物の結晶構造多様性を

利用した省エネルギー天然ガス貯蔵・輸

送技術に関する研究 

［研究代表者］大村 亮（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、内田 努、 

堀 彰（北海道大学） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、クラスレート水和物の結晶構造の多様性に

着目してハイドレートを用いる天然ガス貯蔵・輸送技術

の高度化・ 適化のための基礎研究である。具体的には、

天然ガス＋水系に分子径0.8nm 程度の物質（大分子ゲ

スト物質）を加えることで生成する構造 H ハイドレー

トは生成分解圧力がメタンハイドレートと比べると1-

2MPa 低いため、その積極的な利用によってハイドレー

ト製造・輸送・貯蔵プロセスの低圧化を期待することが

できる。しかしながら、構造 H 水和物のガス包蔵密度

や大分子ゲスト物質の化学種の影響などが十分に解明さ

れていない。本研究では、構造 H ハイドレートのガス

包蔵密度の実測と新規な大分子ゲスト物質の探索、構造

H ハイドレートの生成成長機構の解明に関する研究を

実施して、効率的な構造 H 生成手法を検討する。 

 本年度は、ガス包蔵密度の実測、新規ゲスト物質の探
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索および水和物の安定性を評価するための分子軌道計算

手法の開発を行い、以下のような成果を得た。ガス包蔵

密度の測定に関しては、高圧容器内に構造 H ハイドレ

ートを連続的に生成させならがらそのハイドレート生成

に消費されるメタンガスの供給量を連続的に計測する実

験を行い、構造 H ハイドレートのメタン包蔵密度が構

造 I メタンハイドレートのそれの約70-80%となること

を実験的に明らかにした。相平衡測定と X 線回折、ラ

マン分光法による新規ゲスト物質探索では、計7種類

（メチルシクロヘキサノン異性体2種、ピナコロン、ピ

ナコリルアルコール、イソアミルアルコール、2-プロパ

ノール）の新規ゲスト物質を見出すことができた。これ

らのうち前4種が構造 H 水和物を後2者は構造 II 水和物

を形成することを明らかにしたのも本研究の成果である。

また、このような実験に基づくゲスト物質の探索に対し

てあらかじめ計算によってある程度の指針を得ることが

できるようにその開発を進めた分子軌道計算による水和

物の安定性解析では、メタンハイドレートとフッ化した

メタン（例えばジフルオロメタン、HFC-32）からなる

水和物計4種類に関する計算を行い、すでに実験的に知

られている水和物の安定性と整合する結果を得た。この

ことは今回開発した分子軌道計算法の妥当性を示すもの

であり、今後未知の物質についての計算を進めることで、

その物質がゲスト物質の候補として適当かどうかを実験

に先立って予測することが可能になると期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］クラスレート水和物、ガスハイドレート、

エネルギー貯蔵・輸送 

 

［研 究 題 目］地中熱利用の 適化のための地下水水理

予測手法に関する研究  

［研究代表者］大谷 具幸（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］大谷 具幸、天満 則夫、安川 香澄、 

内田 洋平 

［研 究 内 容］ 

 地中熱利用は日本では、まだ普及が進んでいない。そ

の理由として、日本における高価な掘削費とともに地中

熱利用に必要な地質情報に関する十分な研究が進んでい

ないことが挙げられる。そこで、従来行われてきた様々

な調査によって得られた地質情報に基づき、広域モデル

の開発を行った。さらに、広域モデルより地中熱利用に

適した場所の抽出を行った。また、地中熱利用の開発可

能性を判断するために環境影響の評価を行い、地中熱利

用に関する評価手法の確立を試みた。 

 まず、モデル地域として寒冷地、温暖地の2地域を対

象として仙台平野および濃尾平野の調査を行った。また、

これまでに得られた地質情報を用いて仙台平野の任意の

場所において、地中熱利用を実施した場合の抽熱・廃熱

に関して数値シミュレーションによる検討を行った。仙

台平野の数ヶ所での地中熱利用に関する数値計算結果よ

り、地下温度環境は30年で概ね定常状態に達し、採熱地

区の温度変化は1～2℃の範囲であった。また、地中熱利

用時の地下温度環境の変化は、暖房利用に伴う採熱によ

る影響が支配的となり、冷房利用時の廃熱による影響は

小さかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地中熱、地下水 

 

［研 究 題 目］光応答性表面を用いたセルマニピュレー

ションシステムの開発 

［研究代表者］須丸 公雄 

（バイオニクス研究センター） 

［研究担当者］高木 俊之、枝廣 純一、亀田 光淑、 

多田 裕一、金森 敏幸 

［研 究 内 容］ 

 近年急速な進歩を遂げつつある細胞工学の研究分野に

おいて、従来にない形で細胞を解析し扱う手法の開発が

強く求められている。こうしたニーズに応えるべく、高

いスループットのバイオアッセイ、あるいは細胞機能の

新たな解析を実現するための手段として、生細胞を培養

表面上で任意のパターンに沿う形で培養する技術（セル

パターニング）、中でも細胞ドメインを規則的に配列し

たセルアレイの開発が、ここ数年の間に盛んに行われる

ようになった。 

 このような状況において我々は、既に保有していた光

応答性分子材料のシステム化技術を駆使して、対象に対

して局所的（μｍスケール）・即時的（sec スケール）・

非接触的に作用させることのできる光の特性を利用して

細胞を並列的に操作する全く新しい細胞操作技術の着想

を得た。これに基づき、本提案研究において光に応答し

細胞接着性を可逆的に変化させられる材料表面（光応答

性表面）の開発を行い、微小パターン照射系と組み合わ

せて個々の培養細胞を高い自由度で思いのままに操作す

る技術の確立を試みた。 

 本年度は、光によって異性化する機能性分子デバイス

とアクリル系モノマーを組み合わせて、様々な光応答性

高分子を合成した。これらについて綿密・詳細な特性解

析を行うことにより、高分子科学の面から極めて有益な

知見を得ることができた。その特性に基づき、当該高分

子によって機能性表面を作製し、その表面における細胞

接着性を光によって局所的に遠隔操作することに成功し

た。材料表面における細胞の接着・脱着の制御は、東京

女子医科大学の岡野らによる著名な研究があるものの、

細胞を播種・培養した後に局所的に細胞の接着性を制御

した例は世界でも初めてのことで、国際学会を含む複数

の学会で注目され、高く評価されている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］刺激応答性高分子、セルマニピュレーシ

ョン、光応答性表面、細胞接着性制御 
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［研 究 題 目］スマートカーペット －動的なフットプ

リントからの個人属性計測法の研究－ 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］加賀美 聡、持丸 正明、西田 佳史、

宮田なつき 

［研 究 内 容］ 

 人間の歩行において片足が着地してから離陸するまで、

およそ0.5秒程度を要し、この間に圧力中心は踵から拇

指球周辺に約14cm 程度を 大速度60cm/s 程度で移動

し、この際に設置面積は 低5cm2程度まで減少するこ

とが知られている。この変化から人間の力学的パラメー

タを導出するために、高速（100hz）、高密度（5mm グ

リッド）、大面積（2mx2m）、高解像度（12bit）をユニ

ットとする分布圧力フロアセンサを開発する。併せて歩

行した人間の足部形状、体重、圧力中心軌跡、歩幅を計

測するデジタルヒューマンウエアを開発する。この際に

複数の人間が同時に歩いても計測できるようにシステム

を開発する。次に各世代の男女数百人を本システムによ

り計測し、歩行の特性と床反力分布変化のデータベース

を作成する。申請者らが開発したヒューマノイドロボッ

トの歩行システムを応用し、人間を剛体多リンクモデル

として近似することで、観測したデータから人間の力学

的パラメータ（身長、各部のリンク長・重量・慣性モー

メント、歩行特性、安定余裕）を推定するシステムを開

発する。 後にこれらの成果から、歩行している人間の

推定および同定、安定性の評価、行動の計測を行うオン

ラインシステムとして統合する。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］ユビキタスセンシング、圧力計測、人体

運動、デジタルヒューマン 

 

［研 究 題 目］次世代生体分子マルチカラーイメージン

グ技術の研究開発 

［研究代表者］角田 慎一（糖鎖工学研究センター） 

［研究担当者］平野 隆、市原 昭、森田 桂子 

［研究内容］ 

 各種生体分子の機能解明研究において、蛍光顕微鏡に

よるイメージングは今や必須の研究ツールである。しか

し現在の技術では同時に解析できる対象分子は2～3種に

制限され、複雑な生命現象の解明には力不足である。近

年、半導体量子ドット（QD）と呼ばれる新規蛍光物質

が開発され、それが従来の蛍光色素の欠点を克服しうる

ものとして期待されている。しかし、現在のところ、

QD に も期待されるマルチカラー解析に応えうる解析

装置がないため、その有用性を発揮することができてい

ない。そこで本研究では、QD の特性を 大限活用しう

るイメージング技術の確立を目的に、共焦点レーザーイ

メージング技術とスペクトル解析技術に基づいた次世代

三次元マルチカラーイメージングシステムの開発を目指

す。 

 本年度は、QD による細胞コンポーネントの標識技術

の確立を試み、細胞骨格（チューブリン）・細胞膜表面

分子（Her2）の染色に成功した。また、QD が従来の

有機蛍光色素に比べ、極めて安定な染色性を示すことが

確認できた。一方、解析装置として、蛍光顕微鏡に分光

解析装置を組み合わせ、スペクトルイメージング解析装

置を構築した。本装置により、蛍光標識サンプルのスペ

クトル解析および、それに基づいたイメージングが可能

であることが確かめられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオイメージング、顕微鏡、半導体量

子ドット 

 

［研 究 題 目］超高速化学合成プロセス創製に向けた超

臨界流体制御技術の開発 

［研究代表者］相澤 崇史（超臨界流体研究センター） 

［研究担当者］金久保光央、川波 肇、 

松嶋景一郎（北海道立工業試験場）、 

増田 善雄、佐藤 修 

［研 究 内 容］ 

 自然界に大量に存在する水や二酸化炭素を超臨界状態

として機能化して利用するプロセスは、環境調和型プロ

セスとして注目を集めている。特に高温・高圧条件

（400℃、40MPa）の超臨界水は、無触媒かつ秒オーダ

ーの反応時間でカプロラクタムの合成が達成されるなど

有望な結果が得られている。しかし、高温反応のため副

反応を抑えられず、プラント化の障害となっており、革

新的生産プロセス実現のためには、目的物を選択的に合

成するための精密に制御された反応場を提供が必要であ

る。そこで、本研究課題では、超臨界流体場の基質導

入・混合状態を把握し、反応器の 適化及びコンパクト

化を行う。即ち、反応場可視化観測システムを開発し、

世界初の超臨界水の反応混合部の直接観測を行い、流

れ・伝熱のメカニズムを解明し制御法の確立を図る。さ

らに、それらの知見を用いて設計・開発された流通式反

応器を用いて、有望な反応の探索と条件の 適化を行い、

既存プロセスを凌駕する生産性を達成する反応の提案を

行う。これにより、脱有機溶媒の環境調和型、酸触媒を

不要とした省資源型、大きな反応装置を必要としないエ

ネルギー 小型の次世代化学合成プロセスの提案を図る。

平成15年度は今後の研究に必要なツールの開発や検討を

行った。具体的には混合部を直接観測するシステムの開

発、急速昇温装置の検討、マイクロリアクター反応装置

の開発である。また、既存の観測装置を用いて反応場制

御の重要性を反応中間体への場の影響を検討することで

明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界流体、反応場観測、反応場制御 
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［研 究 題 目］光コンポーネント間の多自由度完全自動

調芯 

［研究代表者］村川 正宏 

（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］村川 正宏、野里 博和、緑川 裕輝 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、現在では技術者の経験と勘に頼ってい

る光コンポーネント間の多自由度の接合工程を自動化及

び時間短縮し、これにより光通信部品の低コスト化、高

信頼化を実現することを目的とする。この接合工程は、

精密位置合わせ（調芯）工程とその後の接着工程からな

る。これらの自動化のために、人工知能の探索手法を用

いた自動調芯アルゴリズム及び 適な接着方法を研究開

発し、このアルゴリズムにより制御される精密自動調芯

システムの開発を行う。この技術により、光ファイバ、

多芯光デバイス、非球面レンズ、レーザーダイオード、

フォトディテクタ等の複数の光コンポーネントを短時間

で自動的に調芯、接合することが可能となり、高機能な

光通信部品を低コストで提供できるようになる。これま

での研究開発で、(1)光導波路用6自由度自動調芯システ

ムの構築、(2)ステッピングモーターを用いた低コスト

の光軸自動調整システムの構築、を行った。(1)のシス

テムを用いて、従来は熟練者でも30分程度必要であった

工程を、遺伝的アルゴリズムを用いることにより自動化

し10分程度に短縮した。また、(2)のシステムを用いて、

従来手法に比べて2.5倍の精度で光軸を調整することが

できた。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］光ファイバ、遺伝的アルゴリズム、自動

調整、自由度 

 

［研 究 題 目］NxOy ガスへの紫外光照射により生成し

た活性化窒素／酸素を用いた SiO2/SiC
界面形成技術 

［研究代表者］小杉 亮治（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研 究 内 容］ 

 窒素と酸素を含む NxOy ガスを原料ガスとし、さらに

これを紫外線照射により分解し、強力な酸化力を有する

原子状酸素を生成することによって酸化膜/SiC 界面の

形成を行う。これは、原子状酸素という新たな酸化種に

よる SiC 熱酸化の試みと、パッシベーション的役割を

果たす窒素原子が混在する雰囲気で、良好な酸化膜

/SiC 界面の形成を狙うものである。 

年度進捗： 

 平成13年度は O*および NxOy（NO、N2O、NO2）ガ

ス雰囲気中で高温（1200℃以上）・減圧（0.05-760 

Torr）下の酸化プロセスを可能とするコールドウォール

型熱処理装置の開発・製作を行い、その動作確認を行っ

た。平成14年度は本装置を用いて O*による4H-SiC の

酸化について調べ、効果的に O*を供給する酸化条件を

見出し、さらに界面欠陥の低減には1000℃以上の高温プ

ロセスが必須であることを明らかにした。平成15年度は

Ar 希釈した NO（Nitric oxide）中でのポストアニール

（POA:Post-oxidation annealing）による MOS 界面

形成に着手し、界面準位密度（Dit）、ホットキャリア耐

性（MOS 界面の信頼性）および MOSFET のチャネル

移動度が POA 処理における NO 濃度に強く依存し、そ

の濃度は2-5%という 適な濃度範囲を持つことを見出

した。また耐圧構造を有する縦型 MOSFET の作製プロ

セスを確立し、耐圧1.7kV を有する縦型 MOSFET の動

作を確認した。 

［分 野 名］エネルギー・環境技術 

［キーワード］炭化珪素、MOSFET、MOS 界面 

 

［研 究 題 目］SiC 超低損失パワーデバイス実用化のた

めの低温プロセス開発  

［研究代表者］田中 保宣（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］田中 保宣、小杉 亮治、西澤 伸一、 

加藤 智久 

［研 究 内 容］ 

 現在のパワーデバイスのベースとなっている Si を用

いる限り、電力変換の際に発生する電力損失の低減は、

その物理的特性の限界により不可能であり、他の半導体

材料を用いる以外手段はない。ワイドギャップ半導体で

ある SiC はその物理的特性が Si よりも優れており、更

なる低損失化を実現するための材料として注目されてい

る。しかし、SiC 単結晶成長やデバイスプロセスにおい

て莫大なエネルギーが消費されるため、大電力を消費し

ながら低損失デバイスを作製するという矛盾が生じてい

る。即ち、SiC パワーデバイスの実用化にはその作製プ

ロセスの簡略化、言い換えればプロセスの低温化が絶対

条件となる。現状で SiC デバイスプロセス上問題点と

なっている、(1)単結晶基板成長技術、(2)エピタキシャ

ル膜成長技術、(3)イオン注入技術に関して新たな低温

技術を開発する事により SiC パワーデバイスの実用化

を図る事が本研究の目的である。 

 従来のイオン注入技術では、注入後のドーパント活性

化のために1600℃以上という超高温でのポストアニール

処理が必要であったが、エキシマレーザアニール法にお

いてレーザ光照射条件に工夫を加えることにより、従来

の熱アニール処理と比較して極めて低温（800℃）で不

純物を電気的に活性化することに成功した。この手法は

n 型、p 型両方のドーパントに有効であることを確認し

た。 

 従来のエピタキシャル成長では、1600℃以上という高

温環境が必要不可欠であったが、プラズマ CVD 法を用

いることにより970℃という低温での4H-SiC のホモエ

ピタキシャル成長に成功した。 
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 水素イオン注入・ウェハ接着技術を用いることにより

SiCOI 基板の作製に成功した。水素イオン注入のエネ

ルギー・ドーズ量、酸化方法、表面処理等すべての処理

条件を 適化することにより、初めて SiCOI 基板を作

製することが出来る事が分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC、パワーデバイス、超低損失、エキ

シマレーザアニール、プラズマ CVD 法、

SiCOI 基板 

 

［研 究 題 目］高温触媒体により生成された水素／重水

素ラジカルを用いた SiC MOS 界面及び

SiC 酸化膜の高信頼性化技術 

［研究代表者］先崎 純寿（パワーエレクトロニクス研

究センター） 

［研究担当者］加藤 智久、福田 憲司 

［研 究 内 容］ 

１）目標 

 本研究では、高温触媒体への接触分解によって生成

される反応性に富んだ水素／重水素ラジカルを用いた

SiC MOS 界面及び SiC 酸化膜中欠陥の終端処理の低

温化を第1の目的とする。水素／重水素ラジカルは、

原子状態であるので非常に反応性に富み、処理温度の

低温化が図れる。また、欠陥終端種として重水素を用

いることにより、SiC MOS 界面特性及び SiC 酸化膜

絶縁耐圧を劇的に向上させ、高信頼性 SiC 酸化膜形

成技術の実現化を第2の目的とする。 

２）研究計画 

 昨年度に作製した高温触媒体を使用した水素／重水

素ラジカル生成装置を用いて、500℃の処理温度での

水素ラジカルによる SiC MOS 界面及び SiC 酸化膜中

の欠陥終端プロセスの開発を試みる。また、SiC 酸化

膜の信頼性と SiC エピタキシャル層転位欠陥との相

関関係について評価を行う。 

３）研究進捗状況 

 高温触媒体による水素／重水素ラジカル生成装置を

用いて生成された水素ラジカルを SiC MOS キャパシ

タに照射することによって500℃の低温処理でも SiC 
MOS 界面欠陥の水素終端が可能となり、界面準位密

度の低減及び SiC 酸化膜の絶縁性を向上させること

に成功した。SiC 酸化膜の信頼性と4H-SiC エピタキ

シャル層に存在する転位欠陥との相関関係について評

価した。その結果、以下に挙げるような SiC 酸化膜

の信頼性を劣化させる要因を明らかにした。第1の要

因として「SiC 酸化膜形成領域内での面内転位の存

在」が挙げられ、他の種類の転位欠陥が存在しても選

択的に面内転位の部分で SiC 酸化膜の絶縁破壊が生

じることを見出した。第2の要因として、「SiC 酸化膜

形成領域内に存在する転位欠陥総数」が挙げられる。

転位欠陥総数の増加に伴い、MOS キャパシタの

QBD 値が低下することを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭化珪素、水素／重水素ラジカル、酸化

膜絶縁破壊 

 

［研 究 題 目］血液自身を潤滑液とした血液循環補助装

置 

［研究代表者］丸山 修（企画本部） 

［研究担当者］丸山 修、山根 隆志、西田 正浩 

［研 究 内 容］ 

 高齢者が多くかつ移植ドナーの少ない我が国では、体

内埋め込み型人工心臓の必要性が高い。拍動式の埋め込

み型人工心臓はすでに実用化されているが、使用者の肉

体への負担軽減のために、さらに小型の回転式人工心臓

が希求されている。2001年7月米国で20年ぶりに拍動型

全置換人工心臓の臨床応用が再開し、また小型が特徴で

ある回転式人工心臓（DeBakey VAD、Jarvik-2000）
も欧米での治験がすでに150例を超え、小型人工心臓が

本格的実用化へ向けて動き出した。小型化の見地からは

上記の回転式ポンプが適している。本研究では新たに開

発される革新的要素技術、すなわち流体動圧軸受を採用

することで、2年以上の連続使用可能な回転式小型人工

心臓を開発する。血液適合性評価は動物実験のみに頼ら

ず、マイクロカプセル模擬血液を開発応用することで、

評価を加速実施する。 

 本年度の研究の結果、動圧軸受については、圧力分布

設計により8μm の赤血球にたいし30μm 以上の浮上距

離を実現した。溶血模擬血液については、マイクロカプ

セル膜の分子設計・粒径制御を行い、市販血液ポンプに

対して動物血の試験成績の順序が一致するところまで到

達した。開発された動圧軸受を応用し、2年間以上の連

続使用を目標とした、遠心・軸流混合型血液ポンプにつ

いては、体積160cc のサイズを達成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］動圧軸受、血液ポンプ、流れの可視化、

模擬血液 

 

［研 究 題 目］表面処理による高分子材料へのアパタイ

ト形成能の付与 

［研究代表者］大矢根綾子 

［研究担当者］大矢根綾子、横山敬郎 

［研 究 内 容］ 

＜目標＞ 

 高分子材料に高いアパタイト形成能を付与するための

簡便な表面処理法を確立する。また、得られた材料の力

学的、及び生物学的性質を評価することにより、同材料

の生体材料としての有用性を示す。 

＜研究計画＞ 

 1年次（H15年10月～H16年9月）：種々の組成及び形

状の高分子材料表面に、リン酸カルシウム過飽和水溶液
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中でアパタイト層を形成させるための簡便な手法を確立

する。過飽和溶液としては、ヒトの体液とほぼ等しい無

機イオン濃度を有する水溶液（擬似体液）中を使用する。

なお、擬似体液中でその表面にアパタイトを形成する材

料は、体内でも同様にアパタイトを形成し、それを介し

て骨と結合することが確かめられている。 

 2年次（H16年10月～H17年9月）：1年次に開発した手

法を用いて、種々の高分子基材表面に厚さ10�m のアパ

タイト層を形成させ、アパタイト層と基材間の接着強度、

及び剥離機構を調べる。さらに、前処理による高分子基

材の表面構造変化が、アパタイト層と基材間の接着強度

及び剥離機構に与える影響を明らかにし、同接着強度を

向上させるための手法を確立する。以上の研究により得

られる試料の生体親和性及び生体活性を、in vitro（細

胞試験）及び in vivo（動物試験）で評価する。これに

より、本研究で得られる材料の生体材料としての有用性

を示す。 

＜年度進捗状況＞ 

 エチレン－ビニルアルコール共重合体、ポリカプロラ

クトン、ポリ-L-乳酸、ポリエチレン、及びポリエチレ

ンテレフタレートにアパタイト形成能を付与するための

表面処理法について検討を行い、以下の知見を得た。 

・親水性高分子、または親水化処理された高分子をカ

ルシウム水溶液、及びリン酸水溶液で処理すること

により、同試料表面にアパタイトの前駆体であるア

モルファスリン酸カルシウムナノ粒子を固定するこ

とができる。 

・上記処理された試料は、擬似体液中またはリン酸カ

ルシウム過飽和溶液中で6時間以内にその表面にア

パタイト層を形成する。 

・本処理法によれば、平板状基材だけでなく複雑な三

次元構造を有する基材にも、アパタイト形成能を付

与することができる。 

 本課題で開発された高分子の表面処理手法により、前

述の全ての高分子材料にアパタイト形成能を付与するこ

とができた。擬似体液中で高分子表面にアパタイト層が

形成されるまでに要する時間は24時間であった。この結

果は、本法により表面処理された高分子材料の生体活性

（体内で骨と直接結合する性質）が、生体活性チタン金

属（人工骨として神戸製鋼より厚生省認可申請中）のそ

れと同等に高いことを示している。また本法によれば、

平板状基材だけでなく、複雑な三次元構造を有する基材

にもアパタイト形成能を付与することができた。すなわ

ち、本研究により、種々の組成及び形状の高分子材料に、

高いアパタイト形成能を付与するための簡便な表面処理

法を確立することができた。すでに本成果についての特

許申請を行い、論文1報を国際的学術論文誌に発表済、1

報を投稿中、1報を作成中である。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高分子、アパタイト、表面処理、擬似体

液、リン酸カルシウム 

 

－助成金（その他）－ 

［研 究 題 目］認知科学オントロジーの協調的構築に関

する研究 

［研究代表者］橋田 浩一 

［研究担当者］橋田 浩一、長尾 確、松原 仁 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、「認知科学辞典」の電子化および認知科学

会における共有を通じて、認知科学に関するオントロジ

ーを研究者のコミュニティ全体による協同作業によって

作成・修正・拡張する体制を構築し、以て知の社会的な

共有と共創の基盤技術および組織的な方法論を確立する

ことを目的とする。 

 平成15年度は、「認知科学辞典」の XML 等に基づく

基本的な構造化を行ない、認知科学会における公開の準

備を進めた。 

 「認知科学辞典」の XML 化においては、各項目の構

造や索引等のリンク情報を XML によって構造化した。

書籍版の辞典の印刷に用いた電子データは本文中の索引

語等の情報を含まないため、辞典の電子化に際しては、

そうした構造を反映する完全なデータを作成した。具体

的には、印刷用データ中の項目の説明文の中から索引語

の生起を自動抽出した上で、それらを人間がチェックし

て索引に含めるべきものを選定し、認知科学オントロジ

ーの初版を作成した。また、図、表、数式を SVG に基

づいて記述し直し、さらにスタイルシートを作成して辞

書のコンテンツをわかりやすく表示できるようにした。 

 「認知科学辞典」の構造化により、検索およびブラウ

ジングの利便性が大幅に高まった。すなわち、WWW
のインタフェースを通して辞典の各項目をキーワードに

基づいて簡単に検索できるようになり、かつ図表や数式

も見やすくかつ高速に表示できるようになった。こうし

て、「認知科学辞典」を認知科学会を中心とするコミュ

ニティに公開する準備が整った。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］オントロジー、小項目辞書、コンテンツ

の共創 

 

［研 究 題 目］廃発泡スチロールの接触分解による有機

溶剤、BTX の回収 

［研究代表者］小寺 洋一（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］小寺 洋一 

［研 究 内 容］ 

 各種事業所から排出される廃発泡スチロールの資源化

処理について、生成物の高付加価値化による事業収益性

の一層の向上を目的にベンチプラントによる運転研究を

行った。重点的課題は、廃発泡スチロールの接触分解

（触媒を利用した分解）の反応制御技術を確立し、

BTX、エチルベンゼン等の選択的製造の実用化に目処
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をつけることである。 

 水平移動床方式熱分解装置を用い、プラスチック、硅

砂、および触媒の混合試料を用い、プラスチックを固形

のまま分解装置に直接投入して接触分解反応を行うこと

に成功した。安価で改質に適した触媒としてのシリカ－

アルミナ触媒などを検討し、熱分解での主生成物である

スチレンをベンゼンやトルエンあるいはエチルベンゼン

など有用化学原料に変換することが可能になった。 

 発泡スチロール分解改質の商業機設計と経済性試算に

不可欠な投入エネルギーについても実験データを得た。

装置温度の維持、熱媒体の硅砂の加熱、プラスチックの

変化、のそれぞれに消費されるエネルギーを、一連の実

験条件で電気ヒーターの電気消費量から測定した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］発泡スチロール、資源化、水平移動床、

接触分解 

 

［研 究 題 目］化学物質の安全性評価法に関する発達期

の学習・記憶試験の開発 (2) 

［研究代表者］瀧田 正寿（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］瀧田 正寿 

［研 究 内 容］ 

 近年、少子化傾向が著しい一方、注意欠陥／多動性障

害（ADHD）などに代表される子供の問題の報告は急

増しており、国の将来を危ぶむ声がある。また、ADHD
比率の高い先進国を中心に、様々な摂取経路の想定でき

る化学物質が、子供の学習・記憶の発達に影響するので

はないかと世界中で疑問と不安を生じている。化学物質

の神経発達への影響を総合的に見直すことが社会的に要

請されて、米国環境保護庁（EPA）と経済協力開発機

構（OECD）は、発達神経毒性テストガイドラインを近

年制定し、発達期の学習・記憶検査実施の重要性を説い

ている。しかし、具体的な試験方法の記載がなく、検査

現場は困惑している。若成熟動物を対象とする学習・記

憶試験は多種多様開発されているが、限られた発達期間

内に多数の検査と並行して実施できる信頼性のある学

習・記憶試験はない。 

 本研究では、信頼性のある学習・記憶試験法の確立を

目指し、前年度より取り組んできた試験法を開発した。

さらに開発した試験法について、学習・記憶・情動と強

く関わる前頭前野・海馬・扁桃体とその間の神経連絡

（3部位3連絡）を機能不全にした実験群と偽手術群を対

象（計12群）として試験法の検出能について検査した。

これまでに解析を負えた6群の結果では、機能不全効果

の差異が簡便に検出されることが示されており、本試験

法が有望であることを認めた。 

 次年度以降、解析例を増やし本試験法の有効性を確認

する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］少子化、発達、学習、記憶、情動、注意

力 

 

［研 究 題 目］近接場光学顕微鏡を用いた局所陽極酸化

修飾による軽金属表面の極微細加工と微

小光学素子形成・評価への応用 

［研究代表者］小貫 哲平 

（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］小貫 哲平、時崎 高志 

［研 究 内 容］ 

 原子間力顕微鏡（AFM）など走査プローブ顕微鏡

（SPM）の探針を電極として利用することで、試料-探

針間への電圧印加により、試料表面の吸着水(大気中の

水分)から生じる反応種（OH-など）を介した酸化反応

によって、探針先端径程度のサイズの加工ができる（局

所陽極酸化）。我々はこの加工技術を SPM の一種であ

る近接場光学顕微鏡（SNOM）により行う研究開発を

進め、加工と同時に光による局所的な観測を行う技術の

確立と、材料加工特性の評価や素子作製のための微細加

工技術への転用を目指して研究を進めた。 

 湿度制御機構を新たに加え、同一湿度下での実験を可

能とした。Ti、Al など陽極酸化が容易な金属（バルブ

金属）に加えて、Ag、Mn、Sb などの各種材料への加

工･観測を行い、加工特性･光学特性について調べた。 

 SNOM 探針を用いて室温24℃、相対湿度30～40%の

環境下で Ti、Al への安定した酸化加工が確認され、パ

ターン幅300nm、印加電圧（0-50V）に対して線形の関

係（2～3nm/V）の厚さの酸化物が形成されることを凹

凸測定と透過光測定から確認した。特に電圧印加時間の

条件が速い変化（>10V/s）と遅い変化で、酸化反応の

律速過程によると思われる酸化物の形成機構に差異が確

認された。その他の金属でも酸化加工できることは確認

されたが、パターン寸法にバラツキがあるなど、不安定

な加工特性が確認され、試料による加工特性の違いが新

たに確認された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］走査プローブ顕微鏡、陽極酸化、微細加

工 

 

［研 究 題 目］瀬戸内海の底質移動シミュレーション 

［研究代表者］星加 章（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］星加 章 

［研 究 内 容］ 

 瀬戸内海全域において10km メッシュで採取した海底

泥試料の中央流径、淘汰度、歪度のデータを用いて海底

泥の移動方向を推定し、さらに数値モデルから海底摩擦

応力を計算し、両者の結果を総合化して、海底泥の輸送

経路を瀬戸内海全域で明らかにする。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海砂利採取、海砂利資源、数値シミュレ

ーション 
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［研 究 題 目］人間の力覚感覚特性を利用した非接地型

力覚呈示デバイスの開発 

［研究代表者］中村 則雄（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］中村 則雄 

［研 究 内 容］ 

 次世代マルチメディアと関連して五感を用いたマルチ

モーダル・インターフェイスが注目されており、特に、

触力覚感覚を用いることで従来型インターフェイスの操

作性や情報の知覚・理解を向上させえると考えられてい

る。触力覚感覚に対する従来技術では、ピンやマニピュ

レータアームなどによるものが主流であるが、装置につ

ながれることで身体の動きが拘束されたり装置が大きく

なるなどモバイルでの利用に適していない。 

 本研究では、仮想物体の形状や表面粗さなどの触覚感

覚をモバイル機器において提示するために、非接地・非

身体内ベース状態でトルク・応力・振動感覚を提示でき

る力－トルクハイブリッド6自由度触力覚感覚提示デバ

イス（力覚フィードバック付き3D マウス）の開発を目

標としている。 

 本年度は、人間の力覚感覚特性を利用し、ツイン偏心

回転子を用いて2つの回転子を同期制御することで、ト

ルク感覚に加えて力感覚も同時に任意の方向に自在に提

示できる新しい動作原理を発明した。これを先行研究で

開発した非接地型・トルク感覚提示デバイス“GyroCube”
に応用した力-トルクハイブリッド型力覚感覚提示デバ

イス“GyroCubeStick”のプロトタイプの開発を行っ

ている。現在は力2次元・トルク１次元の3自由度の感覚

であるが、これを各々3次元に拡張することで、非接

地・非身体ベース型の並進・回転の6自由度力覚感覚提

示機が実現される。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］3D マウス、力覚フィードバック、非接

地、ジャイロ 

 

［研 究 題 目］多軸プレスによる Mg 合金のネットシェ

イプ成形技術の開発 

［研究代表者］初鹿野寛一（機械システム研究部門） 

［研究担当者］清水 透 

［研 究 内 容］ 

 展伸用マグネシウム合金、AZ61を用いて、ひずみが

50%以上でも破壊せずに変形する温度を調べるため、変

形速度を0.5mm/min の一定にし、室温から300℃まで

変化させて圧縮試験を行い､歪みと圧縮荷重を計測して

マグネシウム合金の変形挙動を調べた｡ 

 破壊しない試験片は太鼓形の変形をせず、上端部が下

端部よりも広がるマッシュルーム形の変形をするので太

鼓形とマッシュルーム形の変形条件について調べた｡ 

 さらに、健全な加工を行う条件を見いだすため、多軸

プレスを用いて温度、背圧、変形速度等を変えて十字形

部品の温間側方押出し加工を行い、各パラメーターが製

品に及ぼす影響について検討した｡ 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］マグネシウム合金、ネットシェープ加工、

多軸試験機 

 

［研 究 題 目］水晶振動子を用いたベンゼン類・ダイオ

キシン類の簡易・迅速測定法の開発 

［研究代表者］黒澤 茂（環境管理研究部門） 

［研究担当者］黒澤 茂、三浦 英之、高橋 宏和 

［研 究 内 容］ 

 水晶振動子を情報変換素子に用い、環境中に排出され

たベンゼンやダイオキシン類の高感度簡易測定技術を開

発し、当該センサーに係る使用条件を明らかにする。本

装置により、ベンゼンの環境モニタリング調査及びダイ

オキシン類排出削減に用いる環境リスク対策の要素技術

を検討する。当該年度は、プラズマ重合法により、ベン

ゼン類のガスに対する分子選択吸着膜の合成条件と水晶

振動子による薄膜のガス分子認識能の評価方法を検討し

た。プラズマ重合スチレン膜被覆水晶振動子による簡易

型センサーでのベンゼン類のガス認識能について明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水晶振動子、ガスセンサー、プラズマ重

合 

 

［研 究 題 目］細胞内に硝酸性窒素を蓄積するイオウ酸

化細菌を用いた硝酸性窒素除去技術の開

発 

［研究代表者］左山 幹雄（環境管理研究部門） 

［研究担当者］左山 幹雄  

［研 究 内 容］ 

 近年、細胞内に硝酸性窒素（NO3
--N）を高濃度

（15-800mM ）に蓄積する特異なイオウ酸化細菌

（Nitrate Accumulating Sulfur Oxidizing Bacteria, 
NA-SOB）が、世界中の様々な水界生態系に広く生息し

ており、地球規模での窒素循環に対して大きな影響を与

えていることが明らかになってきた。東京湾にも、堆積

物表層に NA-SOB が高密度の微生物膜を形成しており、

その特異な窒素代謝により東京湾全体での窒素循環や富

栄養化の進行に大きな影響を与えていることが明らかに

されつつある。本研究では、堆積物表面に NA-SOB の

微生物膜が形成されている未撹乱堆積物コアを東京湾よ

り採取し、それをそのまま実験室条件下で維持・培養で

きる実験系を開発する。そしてその実験系を用いて、

NA-SOB の個体群動態及び窒素代謝メカニズムの解析

を行い、それらを調節している環境要因を明らかにする。

そしてそれらの知見にもとづき、NA-SOB を用いた排

水中の硝酸性窒素の新たな生物学的除去技術を開発する。

平成15年度は、NA-SOB の培養実験系を構築し、排水

中の NO3
--N を NA-SOB の細胞内に取り込ませること



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(707) 

により、NO3
--N の除去と同時に排水中の硫化水素

（H2S）も除去し無害化することができることを明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］イオウ酸化細菌、硝酸態窒素、窒素循環 

 

［研 究 題 目］廃電子機器や廃自動車からのシュレッダ

ーダスト中に含まれているプラスチック

の分離・回収技術の開発 

［研究代表者］加茂 徹（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、廃電気電子機器中の基板や筐体および自

動車シュレッダーダスト中のプラスチックを溶媒熱分解

法で可溶化させ、有害な重金属を比重分離し、塩素や臭

素等のハロゲン類を安定で安全な無機塩として回収する

技術を開発することを目指す。 

１．脱ハロゲンおよび金属の比重分離を主目的とした可

溶化槽の温度・時間および溶媒の環流比を 適化させ

る。 

２．廃プラスチックから溶媒処理に適した溶媒を製造す

る。 

３．生成物中の残留ハロゲン濃度を低減化させるための

安価で高活性な触媒を開発する。 

４．水素供与性が低い溶媒を用いた場合の脱ハロゲン化

反応を検討する。 

［分 野 名］ 

［キーワード］リサイクル、廃プラスチック、溶媒分解、

脱ハロゲン 

 

［研 究 題 目］短パルス光反応によるバラスト水中の有

害生物除去システムの開発 

［研究代表者］小比賀秀樹（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］内海 明博、矢野 哲夫 

［研 究 内 容］ 

 流海水中の珪藻類への短時間レーザ照射のダメージ効

果について評価した。海洋環境に悪影響与える化学物質

等を用いない方法として、短パルス光によるバラスト水

中を模した流水中の有害生物除去技術の有効性を評価す

ることを目標として、珪藻等を加えた濾過海水の流水中

に短パルス光照射した場合のダメージについて、定量評

価を行った。 

 流海水中の珪藻類への短時間レーザ照射のダメージ効

果を評価した。直径25mm、長さ500mm のガラス管に

珪藻を含む海水を流しながら軸方向に短パルスレーザ照

射によるダメージを実験室的に調べた。レーザビーム径

（0.1J/cm2、5ns、10Hz）を21mm とし、流速5L/h と

した。複数の珪藻に対し、70～90%以上の死滅率を示し

た。また、生き残った珪藻についても成長の遅れが観察

された。流水中の生物に対しても短パルスレーザによる

高いダメージ効果が確認できた。レーザ照射による静止

水中での生物ダメージ評価において、微生物よりも珪藻

類、フジツボ幼生の順で、短時間、低エネルギーで顕著

な効果が認められており、流水中のフジツボ幼生に対し

ても、短時間、低エネルギーで付着防止効果が期待でき

る。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］海洋環境、バラスト水、有害生物除去、

短パルス光 

 

［研 究 題 目］Y2H 法を用いた新規タンパク質 MDP77
の骨格筋におけるカウンターパートナー

の探索 

［研究代表者］藤森 一浩（人間系特別研究体） 

［研究担当者］藤森 一浩、植田 淳子 

［研 究 内 容］ 

（目標） 

 mdp77遺伝子はニワトリ除神経脚筋より見出された

新規遺伝子で、遺伝子はヒトゲノム上で6q.23に位置す

ることから、拡張型心筋症との原因遺伝子である可能性

があるが、これまで生体内における機能は不明であった。

そこで、本研究課題では、MDP77蛋白質の細胞内にお

いて相互作用する分子（カウンターパート）を Yeast 
Two Hybrid（Y2H）法を用いて探索し、生体内におけ

る MDP77蛋白質の機能解明を目標とする。 

（計画） 

 Y2H 法のために、ヒト mdp77相同遺伝子をヒト骨格

筋よりクローニングする。Mdp77は3つの coiled-coil 構

造を持つため、それぞれの部分配列および全長配列を

bait とし、ライブラリスクリーニングを行い、相互作

用する分子を単離する。得られた候補分子と MDP77の
1:1相互作用、相互作用部位を明らかにするために、1:1

での Y2H 法、免疫沈降法、GST pulldown アッセイを

行なう。 後に、培養細胞において MDP77および相互

作用分子が細胞内で共局在することを、蛍光蛋白質融合

蛋白質あるいは免疫組織化学法を用いて明らかにする。 

（成果） 

 Y2H 法によるライブラリスクリーニングの結果、

MDP77と相互作用しうる候補分子として5種類の分子が

得られた。そのうちの一つはキネシンモーター蛋白質遺

伝子群の一つである KIF1C であった。KIF1C はやは

り coiled-coil 領域をもった蛋白質で心筋・骨格筋に多

いことが知られており、MDP77と相互作用しうる可能

性があることが予想された。実際、1:1Y2H 法、免疫沈

降法、GST pulldown アッセイによってタンパク質相互

作用することを明らかにした。さらに、この相互作用は、

MDP77の C2-C3領域、KIF1C の C1-C2領域であるこ

とを明らかにした。さらに、MDP77と KIF1C はヒト培

養細胞 HeLa において、共局在することを明らかにし

た。以上により、MDP77は細胞内において KIF1C と相

互作用しうることを明らかにした。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］MDP77、骨格筋、拡張型心筋症、 

Yeast Two Hybrid 法、蛋白質相互作用 

 

［研 究 題 目］非酸化物粒子の直火製法に関する研究 

［研究代表者］高尾 泰正（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］高尾 泰正 

［研 究 内 容］ 

 新規火炎製法の、研究室レベルの基礎的検討と、シリ

カフィラーに関する検討をおこなった。まず、開発して

きた球状窒化アルミニウム粒子の生成機構について、反

応器条件（例えば火炎の還元率、水蒸気分率、窒素また

はアンモニア分率、酸素分率、反応ガス温度、外部加熱

併用の有無、上方・下方気流の差異）による粒子特性

（例えば生成組成、結晶性、粒子形状、粒子径分布、収

率）の高制御化や反応機構の明確化について、合成装置

スケールアップによる反応促進や反応場安定化の基礎デ

ータ確立をめざし、検討を進めた。また、シリカフィラ

ーに関する成果として、粉体全体に含まれる小粒子径成

分の割合と、大粒子径の粒子1個の表面に付着した小粒

子径成分の割合とを、電気的検知帯法のオリフィス径に

よる検知範囲制御で検出する方法を考案し、低倍率及び

高倍率の画像解析で検証した。その結果、新手法で検出

した新しい粒子モルフォロジー評価指標により、既往指

標（平均粒子径、BET 比表面積、粒子径分布の均等

数）の粒子－樹脂混合系のレオロジー特性との矛盾問題

が解消し、粒子系特性を精密に評価できた。評価法の基

礎的現象の実験を進め、日本セラミックス協会誌に受理

された。更に PCT 特許化を検討すると共に、有償技術

開示契約を締結し、知的財産化に努めた。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造  

［キーワード］化学炎法、窒化アルミニウム、シリカ、

フィラー 

 

［研 究 題 目］層状複水酸化物とのナノコンポジット化

によるプラスチック難燃化の基礎研究 

［研究代表者］日比野俊行（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］日比野俊行、大矢 仁史、西須 佳宏 

［研 究 内 容］ 

 プラスチックに用いられる臭素系難燃剤は、ダイオキ

ンシン発生の懸念から、その代替剤開発が望まれて久し

い。本研究では、層状複水酸化物（LDH）をプラスチ

ックとナノレベルで複合化することによってポリマーの

諸特性を落とすことなく、LDH が広い温度領域で熱分

解によって水を放出する特長を利用して難燃化を図るた

めの基礎検討を行う。具体的には、ナノレベルで複合さ

せるために、層状化合物である LDH を、層間で剥いだ

ナノシート状態にする技術の基礎検討、および水溶性ポ

リマーとの複合化と評価方法の基礎検討を行う。本年度

は、本研究グループで開発していた、ホルムアミド溶媒

中でナノシートに剥離する様々なアミノ酸を含有した

LDH を含めた各種 LDH の分析を行った。夾雑する炭

酸イオンと分離してアミノ酸含有量を測定する方法を検

討・発展させ、アミノ酸量のみを精度よく測定し、他の

含有元素の測定と併せて化学分析を行った。その結果、

層間剥離とアミノ酸含有量には相関関係が存在し、一定

量のアミノ酸含有量のときに層間剥離が発現することを

見出した。また、層間剥離には層間水の存在が不可欠で

あることが、LDH の経時変化の過程観察で確認された。

経時変化によって層間剥離性が劣化した場合の回復法の

検討を行い、有効な方法を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］難燃剤、層状複水酸化物、プラスチック、

ナノコンポジット、代替剤 

 

［研 究 題 目］海跡湖の年縞堆積物を用いた巨大津波イ

ベントの高精度編年へのアプローチ 

［研究代表者］七山 太（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］七山 太 

［研 究 内 容］ 

 北海道東部太平洋沿岸域は、千島海溝に面する本邦屈

指の地震津波の多発地帯である。過去50年間だけを見て

も、1952年十勝沖地震（Mt8.2）、1973年根室沖地震

（Mt8.1）、2003年十勝沖地震（Mt8.0）といったマグ

ニチュード8クラスの巨大地震が起きており、その都度

多大な津波被害をもたらしてきた。しかし、北海道東部

への和人の入植は歴史的に遅れていたため、同地域の19

世紀以前の古地震・津波記録は皆無である。その一方で、

本地域には縄文海進以降に生じた沿岸湿原や海跡湖が人

工改変を被らないまま保存されており、同地域において

津波堆積物に関する様々な研究が活発に行われてきてい

る。釧路市春採湖は道東太平洋沿岸の海跡湖の一つであ

る。本年度2月に行われた氷上ボーリングコア採取なら

びにその後のコアの高精度解析の結果、春採湖コアは沖

積層のみからなり、(1)基底部には干潟堆積物、(2)中位

には内湾成堆積物、(3)上位には現在の春採湖の形態が

成立してから生じた湖沼堆積物、(4) 上位には現世の

炭滓を含むヘドロ層が累重する。このうち(2)と(3)には

明瞭なラミナ（年縞？）の発達した褐灰?黒灰色の珪藻

質粘土層と粗粒な砂礫層の繰り返しから構成される。前

者は湖沼－内湾域に定常的に堆積した細粒堆積物であり、

珪藻化石を多量に含んでいる。後者は主に海成起源の砕

屑粒子から構成されるイベント堆積物であり、明瞭な浸

食基底と級化構造をもつ。さらに軟 X 線写真観察によ

るならば、イベント堆積物は5つの division に区分され、

下位より Tsa（中～細礫相）、Tsb（各種 bed form が発

達する中～細粒砂相）、Tsc（偽礫密集相）、Tsd（シル

ト・細粒砂細互相）、Tse（植物片を伴う不淘汰なシル

ト相）の順に累重する。春採湖においては、このような

イベント堆積物が過去9500年間に22層準確認され、再来



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(709) 

間隔は約430年（浸食によるイベント堆積物の欠落を考

慮するならば430年以上）と概算される。 

［分 野 名］地質・海洋 

［キーワード］釧路市、春採湖、巨大津波、津波堆積物、

古地震、千島海溝 

 

［研 究 題 目］アニオン交換能を持つリン酸塩を用いた

新しい DNA 技術の研究 

［研究代表者］藤原 正浩（人間系特別研究体） 

［研究担当者］藤原 正浩 

［研 究 内 容］ 

 DNA は生体の遺伝情報等を支配する生物の 重要材

料であるが、それと同時に分子エレクトロニクス、分子

コンピューター等の新しい機能材料としての利用の可能

性も近年見いだされ、活発に研究がなされている。

DNA の構造分析や利用は21世紀の 重要技術と考えら

れているが、その構造は約2ナノメートルの径を持つ長

大なポリマーであり、ワトソン・クリックモデルが正し

いとしても、観測的に同定することは決して容易ではな

い。一方、メソポーラスシリカに代表されるメソポーラ

ス化合物は数ナノメートルの規則正しい細孔空間を有す

る固体化合物である。したがって、この固体材料の持つ

空間と DNA とは大きさにおいてよく適合しており、両

者の相互作用あるいは包摂現象が起これば、DNA のナ

ノ・分子レベルでの新しい解析・利用技術を創出できる

可能性がある。本研究では、DNA がポリアニオンであ

ることに注目し、カチオン的性質を持つアニオン交換性

メソポーラス体等と DNA との相互作用を検討する。産

業技術総合研究所で開発した新規アニオン交換能を持つ

リン酸塩は、DNA の包摂材料として有力な化合物であ

る。また、メソポーラスシリカとの相互作用についても

研究する。特にシリカやガラスは、高塩濃度条件（カオ

トロピック）で選択的に DNA 等の核酸を吸着すること

が知られており、現在の DNA 分離技術の根幹となって

おり、本現象のメソポーラスシリカへの展開は興味が持

たれている。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造、ライフサイエン

ス 

［キーワード］DNA、メソポーラスシリカ、ナノ空間 

 

［研 究 題 目］有害大気汚染物質の光触媒分解技術の開

発に関する研究 

［研究代表者］松沢 貞夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］松沢 貞夫、根岸 信彰、佐野 泰三、 

竹内 浩士 

［研 究 内 容］ 

 自動車や各種事業所等の小規模発生源から排出される

比較的低濃度の有害大気汚染物質を高効率、低コスト、

かつ省エネルギー的に分解・処理するため、この目的を

達成できる可能性の高い光触媒技術に基づく浄化方法を

開発し、環境保全並びに企業活動等の円滑な推進に資す

る。具体的には、各種の汚染物質・化学物質の光触媒に

よる分解性を評価し、表面改質など必要な高性能化を施

すとともに、光触媒を固定化した浄化材料を開発する。

この材料を用いて、太陽光利用の省エネルギー型浄化技

術〔パッシブシステム〕及び小規模分散型発生源対応の

浄化技術〔アクティブシステム〕の両方を開発する。 

分解性評価関係では、トルエンの分解が100℃以上の高

温下、白金担時 TiO2を用いて行った場合高効率である

ことが室内実験で明らかになり、さらに屋外での太陽光

集光装置を用いた実験でも室内実験と同等であることが

確認された。温度は200℃前後まで到達することが好ま

しいが、中間生成物が光触媒表面に留まれるように工夫

すれば、それ以下の温度でも十分に分解できる。浄化材

料に関しては、今回、無機系および有機系基板材料を用

いて酸化チタン（TiO2）のコーティング法を検討し、

幾種類かの有望なものが見出された。ガラス基板にコー

ティングした透明薄膜光触媒は、日本側のものは膜厚が

あり大気浄化能が期待できるが、台湾側のものは膜厚を

厚くする工夫が必要であった。台湾側でも来年度からフ

ィールド試験が始まるので、日本側で作製された光触媒

材料を試す良い機会となる。試験を行うと様々な問題点

が見出されるであろうが、低コストで効率の高いシステ

ムを目指し改良していく。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］酸化チタン、光触媒、空気浄化、大気汚

染物質、VOC 

 

［研 究 題 目］近接場領域におけるナノ微粒子の動的特

性に関する研究 

［研究代表者］古屋仲茂樹（環境調和技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 レーザー光放射圧を利用した微粒子のマイクロマニピ

ュレーションに関する既往の研究の多くはいわゆる光ト

ラップを目的とするものであるが、微粒子に作用する光

放射圧ベクトルが粒子－媒体間の相対屈折率や粒子形状

等の粒子物性に強く依存することが確認されており、こ

うした光放射圧の特性はレーザービーム照射光学系を変

更することによって、従来にない特徴を有する微粒子選

別技術を実現できる可能性を示唆している。しかし、微

粒子操作に有効な光放射圧は通常は集光スポットのごく

近傍でしか発生しないため、本分離法を実現するには粒

子輸送のスループットを増大させる方法を見出すことが

重要である。本研究ではこうした観点から弱く収束した

ガウシアンビームを高速で繰り返し走査することによる

スループットの改善効果について実験的に検討した。純

水中に分散した透明誘電体粒子を対象として、レーザー

光出力、レーザービームの走査幅、走査周波数がスルー

プットに及ぼす影響について調査するとともに、独自に

設計した粒子分離用フローセルを用いて、粒径数百 nm
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～数 m の人工ダイヤモンド微粒子と黒鉛微粒子の光放

射圧分離を試みた。その結果、出力数 W クラスの可視

レーザーを光源とした場合、この集光ビームの開口比、

走査幅、走査周波数をそれぞれ、約0.03、約0.2mm、

約25Hz に設定すると、粒子移動距離の差に基づいてダ

イヤモンドをグラファイトから分離回収することが可能

であり、その際の粒子輸送スループットは、固定ビーム

を用いた際の約1.7倍に達することが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微粒子分離、レーザー光、放射圧 

 

［研 究 題 目］特別養護老人ホームにおける介護支援の

ためのセンサ・ネットワークに関する研

究 

［研究代表者］堀 俊夫（デジタルヒューマン研究セン

ター） 

［研究担当者］堀 俊夫、本村 陽一、西田 佳史 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、老人ホームにおける介護担当者の負担低

減を目的として、高齢者の事故につながる行動（イベン

ト）の検出手法を開発し、痴呆高齢者を含む対象につい

てその有効性を実地で検証することを目指す。具体的に

は(ⅰ)ベッド上の人間の位置や姿勢を検出可能なセン

サ・システムを開発すること、(ⅱ)センサ情報に基づき

人間の起臥状態や行動を識別するアルゴリズムを開発す

ること、および(ⅲ)老人ホームにシステムを設置してデ

ータを収集し、開発したシステムやアルゴリズムの有効

性を評価することを目標とする。本研究の成果により老

人ホーム等で高齢者の事故を未然に防ぐことができれば、

結果として介護者の負担低減につながることが期待でき

る。行動検出にあたっては、デジタルヒューマン研究セ

ンターで開発した超音波3次元位置計測技術を活用し、

ベッドとその周辺部の人間の位置を検出可能な超音波レ

ーダ・システムを新たに開発する。この超音波レーダで

得られたベッド上の人間の頭部位置およびその移動履歴

から、人間の起臥状態を検出し、次に発生する行動を推

定する機能を実装する。本研究は H16年3月より開始し

たため、H15年度の研究進捗は、過去の超音波位置計測

技術の整理と超音波レーダの動作原理の確認、および簡

易実験装置を利用した動作確認に留まる。 

［分 野 名］情報通信 

［キーワード］人間行動モニタリング 

 

［研 究 題 目］乳幼児事故予防のための知識データベー

スと事故予測モデル 

［研究代表者］本村 陽一（デジタルヒューマン研究セ

ンター） 

［研究担当者］本村 陽一、山中龍宏（緑園こどもクリ

ニック） 

［研 究 内 容］ 

 乳幼児事故予防のための知識データベースと事故予測

モデル(a)目標：乳幼児の事故を未然に防ぐために事故

の解析を行い、事故を予防し安全を確保するための技術

開発を行う。(b)研究計画：開始時期が平成16年3月か

ら平成17年3月であるため、今年度は研究体制の確立と

問題点の洗い出しを行った。(c)進捗状況：事故による

傷害を受け、緑園こどもクリニックへ来院した乳幼児の

記録データ（紙媒体）を約300例収集し、電子化するた

めの検討を行った。具体的にはこれまでに発生した誤飲

事故、傷害事故の記録をいくつかの典型的なパターン、

原因・行動・結果に注目して分類・構造化した。事故を

予防し、暗然を確保するための工学技術として、事故の

因果関係を確率的にモデル化し、コンピュータ上でシミ

ュレートできるベイジアンネットの適用可能性を検討し

た。統計的なデータからの自動的なモデル構築を可能に

するためのデータの記録方式、記録すべき項目の検討を

行った。 

［分 野 名］情報工学 

［キーワード］統計的学習、確率推論、シミュレーショ

ン、データベース 

 

［研 究 題 目］厚岸町を過去に襲った津波痕跡のトレン

チ調査 

［研究代表者］七山 太（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］七山 太 

［研 究 内 容］ 

 北海道東部太平洋沿岸域は、千島海溝に面する本邦屈

指の地震津波の多発地帯である。過去50年間だけを見て

も、1952年十勝沖地震（Mt8.2）、1973年根室沖地震

（Mt8.1）、2003年十勝沖地震（Mt8.0）といったマグ

ニチュード8クラスの巨大地震が起きており、その都度

多大な津波被害をもたらしてきた。しかし、北海道東部

への和人の入植は歴史的に遅れていたため、同地域の19

世紀以前の古地震・津波記録は皆無である。その一方で、

本地域には縄文海進以降に生じた沿岸湿原や海跡湖が人

工改変を被らないまま保存されており、同地域において

津波堆積物に関する様々な研究が活発に行われてきてい

る。本年度5月、北海道開拓記念館、厚岸町教育委員会

および活断層研究センターとの共同研究として、史跡国

泰寺跡において津波痕跡調査を実施した。この結果、過

去約3400年間に堆積した泥炭層中に8層の津波堆積物

（Aks1-Aks8）が認定された。今回の調査で得られた

イベント層序は、既存の北海道東部太平洋沿岸における

津波堆積物のイベント層序と整合的である。今回の調査

結果に基づくならば、10～17世紀に生じた Aks1と
Aks2の分布から、約2620m 以上の遡上距離と5.5m 以

上の遡上高を持つ2回の巨大津波が復元される。これら

は1952年や1843年に厚岸地域に襲来した十勝沖地震津波

の遡上規模を大きく上回っていることが判明した。 

［分 野 名］地質・海洋 
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［キーワード］厚岸町、史跡国泰寺前、巨大津波、津波

堆積物、古地震、千島海溝 

 

［研 究 題 目］表面プラズモン顕微鏡を用いたマイクロ

アレイバイオチップの研究 

［研究代表者］田和 圭子（人間系特別研究体） 

［研究担当者］田和 圭子  

［研 究 内 容］ 

「目標」 

 本研究は、表面プラズモン分光法（SPR）をもとに

した SPR イメージング法（=SPR 顕微鏡）を用いて、

基板上に調製したマイクロアレイ上でのタンパク質の吸

着や抗原抗体反応などの観測を目指す。 

「研究計画」 

 表面プラズモン分光（SPR）装置の検出器として

CCD カメラを導入し、まずは SPR による画像がとれる

ように、光学系の調整を行う。SPR はナノメートルオ

ーダーの膜厚変化を高感度に測定することができる手法

であり、数ナノメートルオーダーの大きさのタンパク質

が基板へ吸着することによる膜厚変化は SPR イメージ

ングでは反射光強度の強弱として画像に表れる。そのた

め、イメージングに必要なレンズ、フィルターの挿入、

光学調整を行うことで、解像度の高い画像を得るように

する。 

「15年度進捗状況」 

 10月よりはじまった本研究課題では、検出器を既存の

フォトダイオードから CCD カメラにとりかえ、基板上

の画像をとりこめるように、装置の構築を行った。また、

膜厚評価を行う際に不可欠な表面プラズモンのディップ

の観測について、角度スキャンしながら取得したそれぞ

れの画像における反射光強度から評価することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］表面プラズモン分光法、イメージング、

チオールスタンプ、マイクロアレイ 
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２．研究関連業務 

 産総研の研究を支援する業務を担う本部機能を東京及びつくばに集中した。これは、各所に分散していた研究関連

業務、管理業務等について可能な限り集中することにより、重複業務を整理するとともに、統合のメリットを 大限

に活用した業務運営効率の高い組織、制度を確立するものである。このため、管理業務においては、先進的に電子化

を導入し、ネットワークを活用した事務処理の効率化を進め、処理の効率化・ペーパーレス化・迅速化を図っている。

同時に、各業務を精査し、業務内容の見直し、外部専門家の活用を検討し、適当と考えられる業務については外部委

託を推進している。また、業務効率化の観点から、研究関連部門等の業務内容の妥当性を点検し無駄のない業務運営

を行っている。 

 より一層の研究活動の推進を目指して、以下のような機能を担う組織を作り、様々な社会ニーズへの的確な対応に

努めている。 

 戦略的企画機能を担う体制を構築し、研究所全体の経営戦略案、研究戦略案の策定及び研究資源の要求案、配分案

の企画、調整を行う。 

 技術情報を体系的に取り扱う体制を構築し、内外の産業技術動向と分野別研究動向を把握し、研究所内の重点的研

究課題設定のためのシンクタンクとするとともに、毎年度、調査結果を報告書等により広く公表する。これをもって、

産業技術に係る政策立案への貢献を積極的に推進するものとする。 

 産業界等との役割分担を図りつつ研究開発活動を推進するとともに、研究所で醸成された研究成果が、産業界等で

広く利活用されることを目指し、産業界等と積極的に研究協力・連携を推進する。そのため、日本全国に配置された

研究拠点を活用して、広く研究開発ニーズや産学官の連携に対するニーズの発掘、収集に努めるとともに、ベンチャ

ーも含めた産業界への技術移転等に努める。 

 また、研究所の概要、研究の計画、研究の成果等について、印刷物、データベース、インターネットのホームペー

ジ等の様々な形態により、広く国民に対して分かりやすい情報の発信を行う。同時に、国内外から要請の高い各種の

標準化、規格化等、知的基盤構築に対して積極的に貢献する。 

 さらに、科学技術に関する国際的な研究展開、成果の国際普及、途上国技術支援を行う。 
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＜凡 例＞ 

 

研究管理・関連部門名（English Name） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第×、△△センター 

人 員：職員数（研究職員数）又は実効人員数（職員数） 

概 要：部門概要 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図 

（3/31現在の役職者名、各部署の人数 総人数（職員数）） 

--------------------------------------------------------------------------- 

○○部（○○English Name Division） 

（つくば中央第○、△△センター） 

概 要：業務内容 

 

××室（××English Name Office） 

（つくば中央第○） 

概 要：業務内容 

 

△△室（△△English Name Office） 

（△△センター） 

概 要：業務内容 

--------------------------------------------------------------------------- 

 業務報告データ（表等で報告） 
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(1) 監査室（Auditors' Office） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部 

人 員：4名 

概 要： 

１．監査室の業務概要 

 監査室の業務は、(1)研究所の業務の執行状況を

正確に把握して適切な助言及び勧告を行うことによ

り、内部統制システムの充実及び改善を図り、業務

の適正かつ効率化及び業務の透明性の確保等に寄与

することを目的とした内部監査業務、(2)会計検査

院法第22条第5号の規定に基づく会計検査院による

会計実地検査及び通則法第39条の規定に基づく会計

監査人の監査その他の外部機関の検査及び監査への

対応に関する業務、(3)研究所の財務内容等の監査

を含む業務の能率的かつ効果的な運営を確保するこ

とを目的とした独立行政法人通則法（以下「通則

法」という。）第19条第4項に基づく監事による監

査における補佐に関する業務である。但し、(3)の

業務について、監査室の業務は、平成16年2月1日か

ら理事長を補佐し、研究所の業務の監査等に係る業

務に変更となったため、監事の監査における業務支

援を司ることとなった。 

２．15年度業務内容 

(1) 監事監査及び内部監査業務 

 本年度は、監事監査及び内部監査について、監査

年度計画に基づき、研究所の内部組織である研究関

連・管理部門、研究部門及び研究センター等並びに

地域センターに赴き、各種業務の執行状況について、

合規性、有効性及び効率性の観点から、また会計処

理については、合規性、正確性及び経済性の観点を

加えて監査を実施した。 

 本年度の監査方針としては、被監査部門のみなら

ず、部門を横断した財務・経理面の監査、職員の安

全対策及び機能監査を実施し、横断的な内部統制の

監査を行うこととし、前年度の監査結果に対するフ

ォローアップ監査を実施した。 

(2) 外部機関の検査及び監査への対応に関する業務 

① 会計検査院に係る業務 

 会計実地検査は、つくば本部では2回、地域セ

ンター6カ所で延べ18日間実施され、各会計実地

検査に立ち会った。 

② 会計監査人に係る業務 

 研究所は、会計監査人の監査を受けこととなる

が、中央省庁等改革の推進に関する方針に基づき、

会計監査人の候補者の名簿を経済産業大臣あてに

提出し、大臣からあずさ監査法人が選任された。 

 また、会計監査人が行う監査の実施状況につい

て、定期的に報告を受けるなど監事監査及び内部

監査との連携を図った。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

   監査室長 宮崎 芳徳 

      総括主幹 黒羽 義雄 他 

 
(2) 企画本部（Planning Headquarters） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、つくば中央第2 

人 員：94名（61名） 

概 要：企画本部は、理事長を補佐し、研究所の総合的

な経営方針の企画及び立案、研究所の業務の実施に係る

総合調整並びに業務合理化の推進等に係る業務（業務推

進本部の所掌に係わるものは除く）を行なっており、東

京企画本部を霞ヶ関に、つくば企画本部をつくば市に置

く2本部体制をとっている。 

 東京企画本部においては、理事長の執務補佐、国会、

経済産業省への総括的な対応をし、総合科学技術会議や

NEDO 等の外部機関との窓口となっている。また、経

済産業省と密接なコミュニケーションをとりつつ、法人

運営全体に係わる企画調整、経営方針の企画立案、外部

連携プロジェクトの企画立案、研究資源の配分、研究方

針の企画立案、研究支援業務の企画立案並びに報道及び

業務合理化の推進等に係る業務を行っている。 

 つくば企画本部においては、主に研究実施部門等にお

ける調整を行なっている。つくばセンターを含む各拠点

における研究方針の企画立案、分野別研究戦略・産業技

術戦略の提案に係わるユニット間の調整、研究ユニット

間で融合して実施する重点研究テーマの設定、研究ユニ

ットへの具体的な研究資源配分案の策定、研究ユニット

間での研究スペースの調整、研究計画の取りまとめ、研

究センター・研究部門・研究ラボの新設及び改廃案の策

定、中期計画及び年度計画の取りまとめを行っている。 

また、企画本部には、報道室、特別事業推進室及び情報

公開・個人情報保護推進室を置き、それぞれ特定の業務

を遂行している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2004/3/31現在） 

【企画本部】 

  企画本部長   吉海 正憲（兼） 

  企画副本部長  照井 恵光 

          島田 広道 

  総括企画主幹  瀬戸 政宏 

          清水 喬雄 

          大辻 賢次 

          中村 守 

          松田 宏雄 

          柳生 勇 

          牧原 正記 

          長谷川裕夫 
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          松岡 隆 

          佐々木信也 

          三戸 章裕 

          栗本 史雄 

          山岡 正和 

          金丸 正剛 

          竹内 浩士 

          遠藤 秀典（兼） 

  総括主幹    並木 壯壽 

          新井 良一 他 

  【報道室】     室 長 柳生 勇（兼）他 

  【特別事業推進室】 室 長 柳生 勇（兼）他 

  【情報公開・個人情報保護推進室】 

            室 長 遠藤 秀典 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
報道室（Press Office） 

概 要：報道室は、産総研の広報及び報道に関する基本

方針の企画及び立案並びに総合調整に関すること、及び、

研究所の方針、重要な研究成果その他緊急時の対策等の

報道に関すること業務としている。 

 

特別事業推進室（Special Project Promotion Office） 

概 要：特別事業推進室は、研究所の特別事業として推

進する建設物及び連携研究等の総合調整に関する業務を

行なっている。 

 

情報公開・個人情報保護推進室 

（Information Disclosure Planning Office） 

概 要：情報公開・個人情報保護推進室は、研究所の情

報公開と個人情報保護に関する基本方針の企画及び立案

並びに総合調整、研究所の保有する情報の公開及び提供

の推進等に関する業務、研究所の個人情報の本人開示の

実施、研究所の保有する個人情報の保護の推進等に関す

る業務を行なっている。 

 

(3) 業務推進本部 
（General Administration Headquarters） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部・つくば本部 

人 員：41名［内、事務局員9名］ 

概 要：「適正かつ効率的にその業務を運営するよう努

めなければならない」（独法通則法第3条1項）という独

法の使命にのっとり、産総研の業務運営の効率化を図る

ことを目的とし、理事長直属部門として平成13年7月10

日に発足。 

 当本部では、「研究所の業務効率化に関する基本方針

の企画及び立案並びに総合調整に関すること」及び「研

究所の業務効率化の推進に関すること」（組織規則第6

条）の各業務を担当。 

 

【平成15年度の主な業務内容】 

（業務効率化の推進） 

○管理・関連部門等の業務内容等を一覧整理した業務

棚卸表を作成し、機能強化と業務の合理化及び適正

人員配置案を検討。その検討結果に基づき、組織体

制の見直し案を提示した。 

（ユニット支援） 

○ユニットスタッフ業務の円滑化による研究支援サー

ビスの質の向上を図るため、ユニットスタッフ幹事

会と連携し、事務マネージャー研修を企画・実行す

ると共に、ユニットスタッフ業務マニュアルを作

成・周知し、業務の効率化・高度化を図った。 

○サイト業務の機能強化については、安全教育等の安

全・衛生管理業務やユニット共通庶務業務等の業務

室への集約化により効率化を推進した。 

○各事業所の業務室の業務内容を見直し、重複業務の

排除等を行った。 

（地域センターの間接業務の効率化について） 

○国際共同研究契約事務等の国際関係業務をつくば本

部に集約、また、健康管理業務の情報システム化を

全国地域に拡大するなどの改善策を実施し、地域セ

ンター業務の標準化とサービスの均一化を図った。 

（自己改革推進事業） 

○民間企業及び地方自治体を訪問し、業務効率化の先

行事例として、7事例の実地調査を実施。その事例

の改革手法を参考に、演習形式の研修を実施した

（参加者42名）。 

○更に、その研修において産総研における改善課題の

抽出から業務改善プランの策定までを行い、自己改

革意識の醸成を図った。 

（情報システム関連） 

○国における電子政府への取り組みと整合的にオンラ

イン化（電子申請システムの導入）に取り組んでい

くべき手続きとして、情報公開法、計量法、特許法

施行規則に基づく行政手続きがあるところ、それら

手続きに関して、産総研においてオンライン化を行

うために必要なシステム及び規程類整備に関する調

査・検討を行なった。 

○また、産総研の研究活動をより効果的に支援するた

め、1)業務遂行方法の見直し、2)研究をマネジメン

トするシステム、3)データベースの一元化、4)より

高度な開発手法の導入等、の観点から、第2期中期

計画期間中の導入を想定した次期基幹業務システム

の機能要件に関する検討を行い、報告書をとりまと

めた。 

○さらに、システムコストを大きく低減する可能性が

期待されているオープン・ソース・ソフトウェア

（リナックス）に関して、産総研の管理・関連部門

への試験的な導入可能性を見極めるため、既存の業

務システムとの関係を中心として、導入時の課題事
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項に関して調査・分析を行った。 

（日々の業務改善） 

○職員の業務効率化に対する意識の向上を図るため、

「業務改善提案箱」への提案に対応し、具体的な業

務改善を行った（平成15年度の提案件数：172件）。 

【効率化に向けての考え方】 

 独立行政法人の使命である効率的かつ効果的業務の運

営にあたり、中期目標、中期計画及び年度計画にのっと

り、業務の効率化に向けた取り組みを実施する。すなわ

ち、サービスの質や研究環境の向上と業務経費削減の両

立を目指し、国研時代の旧習に変わる独法としての新し

い経営のあり方を提示し、自己評価制度や監査業務との

密接な連携を通して効率的な業務運営を実現させる。 

【今後の計画】 

 次期中期計画策定に向けて、管理・関連部門等の効率

的な業務運営や個別ユニットの要望を反映した研究支援

サービスの向上等を目指した検討を行う。また、業務

適化計画を踏まえた、次期基幹業務システムの検討と電

子政府対応のシステム整備及び15年度に引き続き、地域

センターに係わる業務効率化を検討する（つくばと地域

の関係、地域センター間の標準化など）。 

【主な活動経緯】 

年月日 事 項 名 内   容 

H15.4.15 

「地域連絡担当

者」等の設置 

総括担当者会議において、研究

関連・管理部門等に「地域連絡

担当者」、地域センター内に「連

絡調整会議」を設置し、業務運

営の円滑化を図る。また、部門

毎に「全国連絡調整会議」を設

置し、つくば本部との有機的連

携を強化。 

H15.4.25 

「サイト業務検

討 WG」発足 

安全・衛生管理、庁舎管理、出

勤簿管理及びユニット内共通庶

務業務について、詳細な棚卸を

実施し、サイト業務の再分担案

と業務の見直し、業務量分析を

実施。サイト業務を巡る業務室

の役割と責任について提言し、

効率化を図った。 

H15.6.16 

「業務効率化の

外部事例調査」

実施 

業務推進本部併任者25名が、先

進的に業務効率化・合理化に取

り組んでいる地方自治体・民間

企業あわせて7事例を訪問調査。

H15.6.19 

「旅費業務のア

ウトソーシング

検討 PT」発足 

14年度のアウトソーシング調査

報告書を踏まえ、旅費業務のア

ウトソーシング導入に向け、プ

ロジェクトチームを発足し、他

機関の事例の情報収集等を行

い、産総研システムとの連携の

可能性等導入方法の詳細につい

て検討。 

H15.7.10 

「次期基幹業務

シ ス テ ム 検 討

WG」発足 

業務フローの見直しを前提とした

情報システムによる一層の業務効

率化、産総研が整備しているデー

タベースでの情報検索、加工機能

の向上などを目的とした次期基幹

業務システムを検討。 

H15.11.5

「 業 務 効 率 化

WG」発足 
第2期中期計画検討チーム内に設

置された業務効率化 WG におい

て、第2期中期計画に向けた効率

化関連の検討を実施。また、効

率的な業務運営を行うべく、管

理・関連部門等の効率化と機能

強化について検討を行い、その

ために必要な組織設計の見直し

について検討。 

H15.12.1

「 自 己 改 革 研

修」の実施 
上記、業務効率化の外部事例調

査の調査結果に基づき、演習形

式の研修を実施し、自己改革意

識の醸成を図った（42名参加）。

H16.1.23

「電子申請シス

テム」導入の決

定 

行政手続きの電子化に関する国

の取り組みに沿って、産総研に

おける行政手続きをオンライン

化（電子申請システムの導入）

することを決定。 

H16.3.10

「 組 織 検 討

TF」の設置 
管理・関連部門等全体の組織再

編について検討するため、第2期

中期計画検討チーム内に「組織

検討 TF」を設置。第2期中期計

画の検討を行う各 WG に横断的

な組織体制に係る事項につい

て、議論を展開。 

 

機構図（平成16年3/31現在） 

 

 

    業務推進本部長 

     小林 憲明(理事)(兼) 

 

 業  業務推進副本部長 

 務   照井 恵光（兼） 

 推   （企画本部副本部長） 

 進   

 本  業務推進本部員：6名 

 部   田中 一宣（理事） 

 連   田辺 義一（理事） 

 絡   椎名 光男       事務局長 

 会   （業務推進部門長）    清水 喬雄 

     村永 祐司        （企画本部総括企画主幹） 

     （能力開発部門長）   事務局次長 

     五十嵐 章        並木 壯壽 

     （財務会計部門長）    （企画本部総括主幹） 

     大辻 賢次       堀田 博幸 

     （企画本部総括企画主幹）  （TACC 総括主幹） 

 

    業務推進本部員補佐：10名  

 

    業務推進本部付：14名   業務推進本部事務局員：9名 

                    総人員 41人 

 

 

 



研究関連業務 

(718) 

(4) 評価部（Evaluation Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5 

人 員：19名（16名） 

概 要：産総研における組織評価は、研究活動を含む産

総研の各種業務の活性化とパフォーマンス向上を主な目

的としている。その中で評価部は、各研究ユニット（研

究センター、研究部門／研究系および研究ラボ）、管

理・関連部門、地域センター、などを担当する。 

 評価結果は、第一義的に研究ユニットや管理・関連部

門の活動の改善に反映されるほか、理事長に報告され、

研究ユニットの改廃・研究資源配分・業績給原資配分な

どの参考資料として活用される。また、本格研究の推

進・分野別戦略の構築・社会ニーズの分析・今後の評価

方法の検討等にも反映される。 

１．研究ユニット評価 

 産総研の活動を公開し、透明性の確保と理解を得る

ことを目的とする研究ユニットの評価は、産総研内外

の専門家及び有識者等で構成されるレビューボードが

行う。各研究ユニットに設置されたレビューボードは、

10月から12月の間に、毎年度研究ユニットの評価を行

う成果ヒアリングと、新研究ユニットが設立された時

に行うスタートアップ評価を行う。 

１）成果ヒアリング 

 成果ヒアリングでは、研究活動の活性化・効率化

を図るため、各研究ユニットの有する重点研究課題

の①研究目標レベルの妥当性、②研究活動の実績の

評価および③“本格研究”への取り組みの観点から

研究ユニットの体制・運営の妥当性について評価し

た。平成14年度の成果ヒアリング結果を踏まえ評価

のあり方の見直しを行い、研究ユニットによる自己

評価の重視、内部評価者による体制・運営点を合議

制にすること、グループ分けを研究センター・ラボ

と研究部門・系の2つの群に分けたことなどの改善

を行った。 

 平成15年度では、合計61研究ユニットに対し実施

した。参加したレビューボード委員数は1研究ユニ

ットあたり3～6名で延べ342名、内部評価者数は延

べ233名であった。レビューボード委員は専門であ

る重点課題を中心に評価を行い、内部評価者は体

制・運営を中心に評価を実施した。 

２）スタートアップ評価 

 スタートアップ評価では評点を付けず、新しく設

置された研究ユニットの研究目的や計画の妥当性に

ついて評価を行うとともに、研究ユニットの運営方

針について適切な助言を行い、これらの評価結果を

今後の方向性等に反映させることを主な目的として

いる。 

 平成15年度では、合計9研究ユニット（単一分子

生体ナノ計測研究ラボ、ジーンファンクション研究

センター、システム検証研究ラボ、循環バイオマス

研究ラボ、近接場光応用工学研究センター、ダイヤ

モンド研究センター、デジタルヒューマン研究セン

ター、バイオニクス研究センター、技術と社会セン

ター）に対し実施し、参加したレビューボード委員

数は延べ43名であった。 

２．管理・関連部門等業績評価 

 管理・関連部門、地域センターについても、研究ユ

ニットとは別に業務の効率化及びサービスの向上を主

な目的として、管理・関連部門等業績評価委員会を設

置し、年度の評価を行った。 

３．評価関連業務 

 総務省に設置されている「政策評価・独立行政法人

評価委員会」及び経済産業省に設置されている「独立

行政法人評価委員会」への対応・支援を行った。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

評価部  部 長  小林 直人（兼） 

     次 長  渡邉 誠 

          渡村 信治 

     審議役  中村 治 

     総括主幹 寺川 光士 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

平成14年度 成果ヒアリング評価結果報告書 

（平成15年5月） 

＊産総研公式ホームページの評価部のページから閲覧可

能（http://unit.aist.go.jp/eval/review.html）。 

 

(5) 環境安全管理部（Safety and Environmental 
Protection Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5 

人 員：31名（14名） 

概 要：環境安全管理部は、理事長を補佐し、研究所の

環境及び安全衛生の管理並びに防災対策等に係る業務を

行っている。安全管理は、産総研で働く職員のみならず

周辺住民の安全保障にも関わる重要な事柄である。 

また、産総研自体にとっても生命線であり、あらゆる種

類の事業の前提となる 優先事項であると位置付けてい

る。 

 環境安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載された

基本的活動理念を実現・遂行するために、他の関連部門

との密接な協力のもと、安全で快適な研究環境を創出し、

これを確保することを 上の活動目的としている。この

目的を実現するため、安全ガイドラインやマニュアル等

の整備と普及、環境・安全関連の施設・設備整備と改善

等のハード・ソフト面での積極的活動を行うとともに、

全職員の環境・安全に対する意識の向上のための活動を
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重点的に行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［環境安全管理部］ 

 部 長  田中 一宜（兼） 

 次 長  飯田 光明 

 部総括  岩瀬亀太郎（兼） 

 総括主幹 山口 久 

 総括主幹 野神 貴嗣 

 総括主幹 古谷 紳次 

 主 査  清水 正美 

 主 査  福住 勉 

 主 査  飯村 一清 

 主 査  飯田 和治 

 職 員  古谷 貴幸 

 ｼﾆｱﾘｻｰﾁｬｰ 栗木 安則 

   〃   細矢 博行 

   〃   寒川 強 

   〃   木下 好司 

   〃   白波瀬雅明 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
平成15年度の主な活動 

１．安全衛生管理体制の確立・維持 

 労働安全衛生法対応3年目に当たり、新体制の定

着を図るとともに、事故防止のため、安全教育、研

究現場での安全確認・話し合いの徹底を指導した。 

・新体制の維持監督：安衛委（月1回）、衛生管理者

巡視（週1回）、産業医巡視（月1回） 

・グループ・チーム安全衛生会議の開催（少なくとも

月1回）を指導 

・ユニット長巡視の定期化（年2回、ユニット巡視担

当による巡視は月1回） 

・巡視の月間テーマを設定（形骸化を防ぎ、効果的な

災害防止対策） 

・安全ガイドラインのビデオ作成、英語による安全講

習会実施（安全教育の徹底） 

・資格取得講習会や安全講習会の開催（環境・安全に

対する意識向上） 

・労働安全衛生法対応のモデルとして、国立大学等延

べ80機関で講演・資料提供等 

２．法遵守のための施設・設備の整備 

 化学物質関連法規や大気汚染防止法等を遵守する

ため、薬品・ボンベのデータベースによる管理、廃

棄物管理、スクラバ管理、環境測定等を実施した。 

・薬品・ボンベ管理システムの改修（利用者の利便性

と業務効率化に対応） 

・上記システムによる危険物・高圧ガスの保管量の監

視と削減指導 

・騒音、大気汚染物質等の環境測定実施 

・有機溶剤等の作業環境測定（年2回） 

・作業環境測定士資格者を確保し、つくばセンターの

一部を自ら測定 

・廃棄物処理業者の信頼性の確認（許可証・処置能力

確認、処理場の現地調査） 

３．環境影響低減化対策 

 環境管理の国際規格である ISO14001の認証を、

新たに中部センター、四国センターで取得し、既登

録事業所は3事業所となり、中期目標を達成した。 

・つくば東事業所の認証登録5年目の定期維持審査、

承認（平成16年1月） 

・中部センター（平成15年10月）、四国センター（平

成16年1月）が登録承認 

・ISO14001審査員補資格を6名が取得し、外部コンサ

ルタント依存廃止 

４．防災及び地震対策 

 防災訓練と救急救命訓練の実施、及び地震対策と

して建屋の耐震診断（整備部門）、什器類転倒防止

対策、保安帽の整備を実施した。 

・全事業所で防災訓練を、つくば全体では夜間の火災

を想定した通報訓練を実施 

・業務推進部門健康相談室の救命救急士による救急救

命訓練実施（月1回） 

・什器類やボンベの転倒防止策指導、保安帽（ヘルメ

ット）の職員等全員への配布 

 

(6) 研究コーディネータ（Research Coordinator） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1他 

人 員：6名 

概 要：研究コーディネータは、理事長直属で、研究業

務を分野毎に調整を行っている。 

 平成15年度は、総合科学技術会議（内閣府）の重点分

野に沿った形で、ライフサイエンス、情報通信、環境・

エネルギー、ナノテク・材料・製造、社会基盤（地

質）・海洋、社会基盤（標準）に分野ごと研究コーディ

ネータを置き、その分野に関して調整を行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［ライフサイエンス担当］ 

研究コーディネータ   中村 吉宏 

 

［情報通信担当］ 

研究コーディネータ   大蒔 和仁（兼） 

 

［環境・エネルギー担当］ 

研究コーディネータ   神本 正行 

 

［ナノテク・材料・製造担当］ 
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研究コーディネータ   五十嵐一男 

 

［社会基盤（地質）・海洋担当］ 

研究コーディネータ   佃 栄吉 

 

［社会基盤（標準）担当］ 

研究コーディネータ   小野 晃（兼） 

 

(7) 先端情報計算センター 
（Tsukuba Advanced Computing Center） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、先端情報計算センター 

人 員：35（21）名 

概 要：先端情報計算センターは、各研究ユニットと研

究関連・管理部門等に対し、産総研内の全所的なネット

ワーク構築・管理・維持、情報セキュリティ保持、高速

ネットワークによる産総研内および国内外情報交流の促

進、高度な専門知識に基づく研究用データベースの整

備・運用、基幹業務システムや高性能コンピューティン

グを含む情報システム構築・管理・支援、及び業務の情

報化推進に関する業務を行っている。また、各研究ユニ

ットに対して、スーパーコンピュータなどの計算機資源

の提供と技術的支援を行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

先端情報計算センター長 田辺 義一（兼） 

 情報企画室      室長 佐藤 義幸 他 

 情報基盤研究開発室  室長 米谷 道夫 他 

 情報システム部    次長 森 一彦 

            部総括 久保 潤一 

            部総括 堀田 博幸 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
情報企画室 

（Planning Office for Information Technology） 
（つくば中央第1） 

概 要：情報企画室は、1.先端情報計算センター運営全

般に亘る企画立案、運用統括、予算管理。2.スーパーコ

ンピュータ、ネットワーク、データベース等の 先端の

情報資源及び産総研内基幹業務システム等、産総研全体

に係る情報関連技術の導入利用計画及び管理・保守。

3.IP アドレスやドメイン名などの名前資源管理、つく

ば WAN や SuperSINET の接続等、対外的なネットワ

ークの管理・運営。4.情報セキュリティポリシーの維持

管理等、産総研全体における円滑な情報システムの運用

及びサポートに関する企画立案。5.先端情報計算センタ

ー運営に関し、所内より広く意見を求めるに設置される

TACC 運営委員会及びそのワーキンググループの事務

局。 

情報基盤研究開発室 

（Office of Information Technology Research and 
 Development） 
（つくば中央第1） 

概 要：情報基盤研究開発室は、1.スーパーコンピュー

タシステム（日立 SR8000、IBM RSSP 等すべての高性

能コンピュータの総称）の管理・運用。2.分子軌道計算

ポータルの管理・運用およびスーパーコンピュータシス

テム上で使うソフトウェアの管理・提供。3.研究情報基

盤研究開発課題で開発したソフトウェアの普及。4.次期

スーパーコンピュータの導入準備。 

情報システム部 

（Information Systems Division） 
（つくば中央第1） 

概 要：情報システム部は、1.情報システム用共通施設

および業務用コンピュータの運営・管理。2.情報セキュ

リティポリシーの運用。3.業務用イントラネット及びデ

ータベースの運用・管理。4.業務の情報化推進に関する

業務。5.ユーザ支援として、情報システムに関する問合

せ、要望等の受付け窓口業務（ヘルプデスク）及びその

機器故障などの不具合対応。6.電話の維持管理、運用に

関する業務。 

（業務システムの充実） 
 半年ごとに研究関連・管理部門の情報化ニーズをとり

まとめる等により、業務システムの開発・改修について

の計画・実施体制を整えた。さらに、研究所全体の業務

の円滑化・効率化のため、業務システムの開発・改修を

行った。 
（情報セキュリティの向上） 

 平成15年1月15日付けで制定した情報セキュリティ規

程（14規程第29号）を7月1日から施行した。それに伴い

6月、7月に集中して管理者、利用者向け等の研修を開催 

し、さらに規程の浸透を図る目的で、年度末にかけて各

部門等の管理者及び担当者との懇談会を開催した。 

 

(8) 特許生物寄託センター 
（International Patent Organism Depositary） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第6 

人 員：33（8）名  

概 要： 

・特許庁からの委託機関として、また、ブダペスト条

約に基づく国際寄託当局として、国内外からの特許

生物の受託並びに求めに応じての分譲業務を行う。 

・寄託生物種の生存試験等を行うとともに、これに基

づく保存技術及び形質維持の高度化を指向する研究

開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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センター長 岡 修一 

   副センター長 中原 東郎 

    微生物細胞寄託技術主査（兼）中原 東郎 他 

    動物細胞寄託技術主査（兼） 岡 修一 他 

    植物細胞寄託技術主査    福田 裕二 他 

    寄託業務総括主幹      早川 行男 他 

    特許生物特別研究室長（兼） 岩橋 均 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
特許生物寄託制度について 

 生物に関連した発明について特許出願する際は、寄託

機関にその生物を寄託し、寄託機関が発行する受託証を

提出する必要があります。寄託機関は、その生物の生存

等を確認し、必要な期間保存します。また、第三者に試

験・研究を目的として生物の試料を分譲します。 

 特許生物寄託センターは、特許庁長官から指定された

寄託機関として、また、ブダペスト条約に基づく国際寄

託当局として、国内外からの特許生物を受託・分譲して

います。 

 

※ブダペスト条約 

 国際特許出願する際、ブダペスト条約が発行される前

は、出願国毎に生物を寄託する必要があり大変不便でし

たが、条約発行後は、条約上の寄託機関として認められ

た国際寄託当局のいずれかに寄託すれば、条約加盟国す

べてに特許出願ができるようになりました。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

平成15年度寄託等の件数及び手数料収入実績 

微生物の保管手数料 試料の分譲手数料 

原寄託 新規寄託 再寄託 継続寄託 寄託特例 菌株分譲 
海外送付追加 

(一般) 

海外送付追加 

(動物) 
事 項 

(国際) (国内) (国際) (国内) (国内) (国際) (国内) (国際) (国内) (国際) (国内)

件 数 300 436 0 4,775 0 76 29 19 1 1 0

金額(円) 66,000,000 9,156,000 0 52,525,000 0 760,000 290,000 2,900 150 33,000 0

 

証明書の交付手数料 情報の通知手数料 

届出に関する証明 新の生存情報証明 生存試験証明 諸 証 明 情報通知 事 項 

(国際) (国内) (国際) (国内) （国際） (国内) (国内) (国際) (国内) 

合 計 

件 数 2 3 3 0 0 0 22 0 0 5,667

金額(円) 4,000 6,000 6,000 0 0 0 44,000 0 0 128,827,050

 

(9) ベンチャー開発戦略研究センター 
（AIST Innovation Center for Startups） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：丸の内サイト 

 （東京都千代田区丸の内2-2-2 丸の内三井ビル2F） 

人 員：37（8）名 

概 要：ベンチャー開発戦略研究センターは、文部科学

省の科学技術振興調整費「戦略的研究拠点育成」事業と

して、平成14年度から5ヶ年間の事業として採択され、

平成14年10月15日に開設された。当センターの目的は、

次の通りである。 

・産総研をはじめとする大学・公的研究機関の技術シー

ズを基にした成長性の高いベンチャー企業（ハイテ

ク・スタートアップス（HS））の創出を実践するとと

もに、実践を通じた課題の抽出や、HS の創出システ

ムの一般モデル化に関する研究を行い、HS の創出シ

ステムの確立を図る。それらの成果を産総研にフィー

ドバックすることにより、産総研を HS 創出のプラッ

トフォームへと変革することを目指す。 

 平成15年度は、HS の創業を目指したプロジェクトチ

ームである「スタートアップ開発戦略タスクフォース

(TF)」の運営を開始し、22件の TF を採択した。具体

的には、公募型のライセンシング型共同研究（ベンチャ

ー支援）7件及びベンチャー支援任用の4件の研究開発プ

ロジェクトの全部をスタートアップ・アドバイザーが統

括する TF としたほか、スタートアップ・アドバイザー

が発掘した26案件について採択審査を行い、11件を採択

した。 

 また、ベンチャー支援室では、起業を行う意思のある

研究者からの各種相談に応じたほか、専門家による法

務・財務・税務等に関する専門的なアドバイスを行い、

創業を支援した。平成15年度においては、産総研発ベン

チャーは13社創業し、産総研発足以来の総数は35社とな

った。また、産総研の施設利用料の減免等の支援の対象

となる「AIST ベンチャー企業」の認定については、新

規に11社を認定し、総数は27社となった。 

 HS の創出システムの研究については、先行研究調査

や TF の同行調査を含む国内外の HS の調査を開始し、

HS を成功に導く要因に関する14の仮説を立案した。 

 また、平成15年度は、季刊誌を発刊して2号各13,000

部を発行したほか、昨年度に引き続きシンポジウムを開

催するとともに、展示会・見本市への出展を行い、広

報・成果普及活動に努めた。また、産総研の各層の職員

を対象とした研修を実施し、ベンチャー創業に関する意

識啓発に努めた。 

-------------------------------------------------------------------------- 
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組織構成： 

ベンチャー開発戦略研究センター長 

          ：（兼）吉川 弘之 

次長 兼 戦略研究ディレクター 

          ：渡辺 孝（非常勤） 

次長 兼 組織運営ディレクター 

          ：内藤 理 

スタートアップ・アドバイザー 

          ：上野陽一郎（非常勤） 

           渡辺 純一（非常勤） 

           高村 淳 （非常勤） 

           増田 一之（非常勤） 

           小林 利克（非常勤） 

           武田 純 （非常勤） 

           御福 英史（非常勤） 

           大野 裕深（非常勤） 

           小野 實信（非常勤） 

           藤井 昭弘（非常勤） 

ベンチャープランナー：根本 直人（非常勤） 

           森下大三郎（非常勤） 

ベンチャー支援室  ：室長 湯田 正俊 他 

ベンチャー戦略研究室：室長（兼）小黒 啓介 他 

開発戦略企画室   ：室長 平井 寿敏 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
スタートアップ・アドバイザー（Startup Advisor） 

（丸の内サイト） 

概 要：市場ニーズ・社会ニーズを踏まえて、産総研を

はじめとする大学・公的研究機関の技術シーズを活用し

たビジネスモデルを構築すると共に、ハイテク・スター

トアップス創業に向けて必要な追加的研究開発やビジネ

スプランの作成等を行う『スタートアップ開発戦略タス

クフォース』を統括する。ベンチャープランナーとなり、

創業後に企業経営に直接携わることを妨げない。 

ベンチャープランナー（Business Planner） 

（丸の内サイト） 

概 要：1件のスタートアップ開発戦略タスクフォース

を担当し、スタートアップ・アドバイザーの統括の下で、

十分な市場調査・技術動向調査に裏付けられたビジネス

プランの作成等の起業準備を行う。創業後には、産総研

の職を離れ、企業経営を担う。 

ベンチャー支援室（Office of business development） 

（丸の内サイト） 

概 要：ベンチャー支援室は、研究者からのベンチャー

起業提案に対して、関連部門と連携して、創業のための

オーダーメード・サービスを提供する。「AIST ベンチ

ャー企業」の認定および「ライセンシング型共同研究

（ベンチャー支援）」、「ベンチャー支援任用制度」を実

施する。また、創業に関する各種の相談に応じるほか、

スタートアップ開発戦略タスクフォース等を支援する各

種の専門家である「ビジネス化支援スタッフ」を配置す

る。 

ベンチャー戦略研究室 

（Research office for business and innovation） 

（丸の内サイト） 

概 要：ベンチャー戦略研究室は、「スタートアップ開

発戦略タスクフォース」が行うハイテク・スタートアッ

プスの創出過程を継続的に調査し、課題を抽出するとと

もに、国内外の事例を収集・分析し、ハイテク・スター

トアップス創出の一般モデルの構築を目指す。 

開発戦略企画室 

（Planning office of business and innovation） 

（丸の内サイト） 

概 要：ベンチャー開発戦略研究センターの活動計画を

企画立案するとともに、産総研内外との調整を行う。 

また、産総研内部の人材育成、意識改革を図るため、ベ

ンチャー創出に関する各種研修、セミナーの企画・運営

を行う。 

 

業務報告データ 

○ベンチャー支援室が受けた各種相談件数 

  42件 

 

○スタートアップ開発戦略タスクフォース 

 ライセシング型共同研究 

  新規採択 4件（応募数は13件） 

  継続案件 3件 

 スタートアップ・アドバイザー発掘型 

  新規採択 10件（候補は25件） 

  継続案件 1件 

 ベンチャー支援任用 

  新規採択 2件（応募数は5件） 

  継続案件 2件 

 

○産総研発ベンチャー企業数 

  新規13社（総数35社） 

 

○「AIST ベンチャー企業」の認定数 

  新規11社（総数27社） 

 

○研修 

 研究管理者のための研修 

  2回実施 

 研究者のための研修（半日間） 

  9ユニットに実施 

  参加人数：193名 

 研究者のための集中研修（2泊3日） 

  参加人数：23名 
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○シンポジウム 

  平成16年2月2日開催 

  参加者数：350名 

 

○季刊誌 

  2号発行（11月、3月） 

  発行部数：各13,000部 

 

○展示会・見本市への出展 

  4イベント（うち海外2イベント） 

 

(10) 技術情報部門 
（Technology Information Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第

3、つくば中央第5、つくば中央第6、つくば中

央第7、つくば東、つくば西 

人 員：55（23）名 

概 要：技術情報部門は、経済産業省や NEDO 等の外

部機関と連携をとりつつ、研究機関、産業界、学協会、

行政等から産業技術の研究開発動向に関する情報を収集、

分析し、その結果に基づいて研究開発や技術政策の方向

性に資する情報の提供を主な業務としている。また、産

総研を 適に運営するためのマネージメントや組織の評

価に関する調査・分析、政策上重要な課題の調査、研究

情報に関するサービスの提供を行うとともに、産総研の

研究能力を 大限に発揮するため、各研究ユニットの研

究活動に関する技術動向調査や識者の意見を収集して関

係部署へ提供する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［技術情報部門］  部 門 長 水野 光一 

          審 議 役 築根 秀男 

          総括主幹 藤田 茂 

  ［技術情報調査室］室 長 小黒 啓介 他 

  ［技術政策調査室］室 長 高橋 千晴 他 

  ［技術経営調査室］室 長 大井 健太 他 

  ［CI 推進室］   室 長 内藤 耕 他 

  ［図書業務室］  室 長 岸 克司 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
技術情報調査室 

（Technology Information Survey Office） 
（つくば中央第1） 

概 要：社会が求める技術開発課題と研究開発の現状を

調査分析し、研究戦略策定へ反映させるとともに、産総

研内外へ技術情報を提供・発信する。 

 

技術政策調査室（Office of Technology Policy Study） 

（つくば中央第1） 

概 要：内外の技術政策や研究開発動向の調査と分析に

基づいて、産業技術戦略の策定や産総研における研究開

発の中長期的な方向付けに役立つ情報の発信と提言を行

う。 

 

技術経営調査室 

（Office of Research Management Study） 
（つくば中央第1） 

概 要： 先端の研究を効率よく行い、産業技術へと発

展させるための、研究マネージメント法、研究組織・プ

ロジェクトの評価法、企業・大学連携制度などの産総研

の運営手法に関する調査・分析を行う。 

 

CI 推進室 

（Office of Corporate Identity Development） 
（つくば中央第1） 

概 要：産総研の運営の基本方針（第2種基礎研究を軸

として本格研究へ）のための基盤的調査を実施し、その

調査結果を幅広く情報提供するとともに、社会的合意形

成のための諸事業を推進する。 

 

図書業務室（Library） 

（つくば中央第2、つくば中央第3、つくば中央第5、つ

くば中央第6、つくば中央第7、つくば東、つくば西、） 

概 要：研究活動を行うに不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、各

図書室からの図書情報の一元管理を行う。購入雑誌のオ

ンラインジャーナル化を促進し、ネットワークによる文

献検索の効率化を推進する。 
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技術調査 

 技術情報部門の調査では、社会が求める技術開発課題と研究開発の現状調査、内外の技術政策や研究開発動向の調査、

研究所の運営・評価手法に関する調査等を行っており、これら調査活動の一環として、ニュースレターの発行、技術情

報セミナーおよび、ランチョン・セミナーを開催した。また、第2種基礎研究の浸透を図り、その成果の積極的な発信

を推進するための、各種ワークショップやシンポジウム、内部及び外部討論会を開催した。 

 

15年度調査報告書 

題   目 所  属 概      要 

米国ナノテクノロジー

分野の運営活動状況 
技術経営調査室 

ナノテクノロジーを世界に先駆けて国家的規模のプロジェクトとして開始

した米国においては、ナノテクノロジーあるいはナノスケール科学・技術

は、単なる物質・現象理解や技術開発の1分野でなく、材料と製造、エレク

トロニクス・コンピュータ技術、医薬と保健、航空および宇宙開発、環境

とエネルギー、バイオテクノロジーと農業、国家安全、等の多くの産業・

社会分野に関わる横断的・包括的な基盤的コンセプトで、先進諸国の将来

における産業の競争優位性に関わるものであると考えられている。また、

新しい分野融合的科学としての側面をも強く持つものとして捉えられてお

り、その実行内容は、研究開発だけでなく教育や訓練をも含んだ極めて総

合的・包括的なものであると同時に、その推進システムやレビューシステ

ムは合理的かつ先進的である。 

ドイツ公的研究機関の

組織、運営、活動、評

価システム－フラウン

ホーファー協会および

マックス・プランク協

会－ 

技術経営調査室 

 本調査報告書は、調査結果を産業技術総合研究所の運営・評価システム

の参考にするとの観点から、傘下に産総研と同様幅広い科学・産業技術分

野にわたる研究所群を擁し、そのポテンシャルを世界的に広く認知されて

いるドイツのフラウンホーファー協会（産業技術開発）とマックス・プラ

ンク協会（基礎科学研究）を選んだ。 

 技術情報部門では2001年11月にミュンヘンにある両協会の本部を訪問

し、評価部門関係者にインタビューすると共に、多くの資料を収集し、組

織、活動状況、運営・評価システムに関する情報を集積した。本報告書は

それらの情報から重要部分をまとめたものである。（当報告書は「02007 公

的研究機関の組織、活動状況、運営・評価システム調査報告書-1」を改

訂、改題したものである。） 

エネルギー・環境分野

（地球温暖化対策）研

究開発の欧州動向調査 

技術政策調査室 

平成13年度に実施した地球温暖化対策分野の研究開発の米国動向調査の続

編として、EU、ドイツ、フランスにおける地球温暖化対策分野の研究開発

動向調査をとりまとめたものである。各国・地域の温室効果ガス排出状

況、それに対する政府の地球温暖化防止政策の動向、公的資金による研究

開発の 新動向（主要プログラムとその実施機関、テーマ別資金配分）、技

術ポテンシャルならびに研究ポテンシャルなどに関するデータを中心にま

とめた。 

「産業技術総合研究所

におけるアウトカム事

例調査(1)」 

技術政策調査室 

研究開発成果の有効性についての議論の高まりとともに、産業や社会など

外部に対する貢献を問う「アウトカム」的視点が重要になってきている。

本報告書では、産総研の前身、旧工業技術院時代に行われた研究プロジェ

クトの中から、現在でもアウトカムが見られる典型例（5事例）について詳

細に調査し、研究開発におけるアウトカムの特徴を把握するとともに評価

指標策定のための基礎資料として整えた。 

「海外の公的研究機関

の企業連携に関する調

査研究」報告書－産業

競争力強化を使命とす

る欧州の公的研究機関

の事例－ 

技術政策調査室 

欧州、オーストラリア、アジア等には、産業技術総合研究所（産総研）と

同様に産業技術競争力強化を使命とする公的研究機関が幾つか存在し、い

ずれも企業から多額の研究資金（受託研究資金や共同研究資金）を獲得し

て企業と緊密に連携している。本報告書は、産総研・技術情報部門が三菱

総合研究所に依頼して行なった、欧州にある産業競争力強化を使命とする4

つの公的研究機関、フラウンホーファー協会（ドイツ、多様な産業技術領

域）、TNO（オランダ、多様な産業技術領域）、VTT（フィンランド、多様

な産業技術領域）、IMEC（ベルギー、マイクロエレクトロニクス）におけ

る企業との連携に関する調査報告書を基に作成した。 

第2種基礎研究：実用

化につながる研究開発

の新しい考え方 

CI 推進室 

技術情報部門が実施してきた第2種基礎研究ワークショップの結果を取りま

とめた報告書である。我々研究者を取り囲む状況の変化から、研究者と社

会の間には契約が存在し、その契約を履行するために研究の「製品」の概

念を提案した。また、研究の製品を社会へ届けるための研究の方法論とし

ての第2種基礎研究の提案を行った。また、本報告書では産総研で実際に取

り組まれている第2種基礎研究の事例を紹介した。 
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題   目 所  属 概      要 

分野別技術調査研究 技術政策調査室 

ライフサイエンス、情報通信、ナノテク・材料・製造、環境・エネルギ

ー、社会基盤（地質）・海洋、社会基盤（標準）の6分野について、研究コ

ーディネータ主催の分野連絡会の開催事務局をつとめ、分野の研究動向及

び調査ニーズを把握して、情報提供を行い、分野戦略の策定に貢献した。

揮発性有機化合物の排

出抑制に関する環境省

の動向について 

技術政策調査室 

総合科学技術会議の環境分野の重点的推進領域のうち「化学物質リスク総

合管理技術研究」は、産総研においても重点課題として精力的に取り組ま

れている。環境分野の技術開発は、特に政策により方向性を決定づけられ

る部分が大きいため、産総研の環境分野研究戦略を策定するにあたり、政

策動向を把握することは極めて重要である。揮発性有機化合物（VOC）の

排出抑制については、平成14年から大気汚染防止の観点から環境省におい

て技術および制度の両面から検討されており、早ければ第159回国会に関連

法案が提出される可能性がある。本調査は、環境省における検討状況と関

連資料を研究者に提供することで、社会のニーズに対応した研究開発へと

つなげるための基礎資料とした。 

ポートフォリオ調査 技術政策調査室 

従来部門として集めてきた既存データとしては、各分野戦略資料、成果ヒ

アリング資料、成果ヒアリング評価結果、技術シーズシート等を活用して

いる。また、新たに政府審議会資料、工業会調査資料、シンクタンク資

料、欧米政府資料、アジア各国政府資料、国際機関資料、関連内外学会

誌・会議録資料、競争力評価・ポートフォリオ作成手法を収集している。

これら各資料の要約を作成し、部門内で利用可能な形で整理しつつある。

さらに、イントラの公開情報を元に研究者 DB を作成し、キーパーソンの

抽出を行えるようにするとともに、分野別の基本データを整理しつつあ

る。なお、支障のないデータについてはイントラで公開するための準備を

進めている。作成した DB の維持・更新体制の確立が必要となっている。

アウトカム事例調査 技術経営調査室 

研究の評価指標として、アウトプットだけではなく成果の波及効果を反映

するアウトカムが今後ますます重要になってくると予想される。しかしな

がら、研究業務におけるアウトカムは複雑多岐にわたるため、指標策定に

ついての取り組みは遅れており、研究評価基準の制定にあたって大きな問

題になっている。多分野にわたる研究を遂行している産総研において過去

の代表的な研究事例のアウトカムを調査することで研究開発業務に特徴的

なアウトカム指標を総合的に抽出できるものと期待される。研究事例につ

いて産総研外の専門家や関係者などの聞き取り調査も併用し、客観的、普

遍的なアウトカムの収集と指標作成のための基礎資料をまとめた。 

海外アウトカム評価予

備調査 
技術経営調査室 

日本国内の公的研究機関においては、アウトカムを指標として評価を行っ

ている公的機関はほとんどない。そのため、すでに実績のある海外の類似

の研究機関におけるアウトカム評価について情報を収集し、分析する必要

がある。アメリカ、ヨーロッパを中心に海外の先行事例を俯瞰的に調査

し、全体像を把握し、詳細調査の予備資料をまとめることを目的とした。

海外公的研究機関の企

業との連携調査 
技術政策調査室 

産総研は、シーズの実用化、ニーズの把握、外部資金の導入などの企業連

携活動を推進することを求められている。企業との共同研究・受託研究を

行っている研究者及びその相手企業に対して、インタビューを行い、現状

と制度上の問題点などを調査した。また、海外（オーストラリア及びニュ

ージーランド）の公的研究機関の企業連携の状況について現地調査を行っ

た。両調査の結果を合わせて産総研の改善すべき点を提言にまとめた。 

研究ビジョンとそのロ

ードマップによる表現

に関する調査 

技術経営調査室 

ロードマップというツールを利用して研究活動のマネージメントを進める

上で、産総研の研究テーマの特徴や各種制度などを勘案し、整合性を持っ

てロードマップを策定するための予備調査を、ユニットの協力の下、実施

した。 

大学からみた産総研の

有効利用に関する意向

調査 

技術経営調査室 

大学法人化する国公立大学をはじめ大学から産総研に対する要望などにつ

いて調査することにより、産総研の研究機関としての今後のあり方、制度

設計やその制度の具体的な運用に資することを目的とした。 

企業連携に関する調査 技術政策調査室 
産総研が企業と連携し、シーズの実用化、ニーズの把握、外部資金の導入

等の活動を一層活性化するための調査分析を行った。 

本格研究シンポジウム CI 推進室 

産総研では、全ての研究拠点で12回の第2種基礎研究ワークショップを実施

し、この研究方法論について理事長と現場の研究者で双方向の議論を行っ

てきた。これまでの議論を総括するとともに、産業界を含め外部有識者と

具体的に議論を行うために、本格研究シンポジウムを平成15年7月14日に開

催した。 
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題   目 所  属 概      要 

情報の学シンポジウム CI 推進室 

情報は、様々な実世界（自然界・人間社会など）を「情報」という観点で

接続（インターフェース）する重要な研究対象である。この分野の特長は

複数の知識領域を融合・統合し、システム化を目指すところにあり、構成

的な手法を基本である。情報処理はさまざまな分野で既に導入されていま

すが、研究方法論やこれまでの成果はまだ十分に体系化されておらず、独

自の方法論を持つ学問領域として認知されていない。情報を扱う新しい学

問領域を確立することを目指し、関係する研究者が議論するシンポジウム

を平成15年11月4日に開催した。 

研究経営ワークショッ

プ 
CI 推進室 

多様なステージにある研究開発事例について（1）研究開発におけるパター

ン、（2）科学技術知識の流れ、（3）研究参加者（企業等）と目標の変遷、

（4）組織体制や理念における位置づけ等という観点から平成15年12月2日

にワークショップを開催した。 

産総研・技術情報セミ

ナー（第7、8、9回） 
技術経営調査室 

産学官連携、技術評価、プロジェクトマネージメントといった、研究関連

の 新動向などについて、外部講師から、産総研職員への情報提供をセミ

ナー方式で年3回程度を不定期に開催。同時に AIST 外の聴講者にも開放

し、質疑応答の時間を利用して、相互に情報交換を進めた。 

技術情報部門のニュー

スレター“AIST 
TECHNO INFO”の 

発行 

技術情報調査室 

技術情報部門の広報誌として、産総研内の研究管理、組織運営に携わって

いる人を対象に、技術開発の 前線、各府省の技術政策、シンポジウムな

どのスケジュール、研究所の運営に関する話題などを提供する。 

産総研ランチョン・セ

ミナー 
技術政策調査室 

産総研の強みは，多様なバックグラウンドを有する研究者が一つの研究所

で働いていることである。その強みを 大限に生かすために，複数の研究

分野の研究者が交流し意見交換できる機会として，本セミナーを開催し

た。 

CD-ROM 版「注目技

術の 新動向」作成 
技術経営調査室 

各研究分野の 新研究情報を整理し、政策立案の参考資料として経済産業

省関係部署に提供するほか、産総研内の主として研究コーディネータに提

供するにあたり、全文検索機能を付与した CD-ROM とすることを目的と

した。 
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１）図書 

蔵書 

平成15年度末 

  単    行    本 雑             誌 

センター・事業所 区分 15年度受入数（冊） 総蔵書数 15年度受入数（種類） 製本冊数 総蔵書数

  購入 寄贈 計 （冊） 購入 寄贈 計 （冊） （冊） 

北海道センター 外国 0 1 1 1245 37 0 37 90 13844

 国内 0 0 0 3850 38 148 186 154 5394

 計 0 1 1 5095 75 148 223 244 19238

東北センター 外国 0 0 0 429 28 0 28 106 5195

 国内 0 110 110 1773 24 25 49 51 1672

 計 0 110 110 2202 52 25 77 157 6867

つくばセンター                    

第２事業所 外国 933 10 943 66532 447 13 460 1553 45235

 国内 95 68 163 67925 51 33 84 325 12465

 計 1028 78 1106 134457 498 46 544 1878 57700

第３事業所 外国 6 1 7 2672 47 50 97 212 9061

 国内 6 21 27 4249 33 246 279 49 3791

 計 12 22 34 6921 80 296 376 261 12852

第５事業所 外国 167 12 179 23401 331 0 331 1284 54548

 国内 24 17 41 15147 114 84 198 284 15812

 計 191 29 220 38548 445 84 529 1568 70360

第６事業所 外国 49 1 50 7391 333 4 337 1128 29198

 国内 21 7 28 9623 138 9 147 242 11336

 計 70 8 78 17014 471 13 484 1370 40534

第７事業所 外国 0 0 0 17191 283 0 283 568 46722

 国内 0 0 0 13585 81 0 81 80 18553

 計 0 0 0 30776 364 0 364 648 65275

東事業所 外国 172 0 172 14780 198 0 198 601 39033

 国内 10 1 11 12624 124 58 182 24 7989

 計 182 1 183 27404 322 58 380 625 47022

西事業所 外国 2 39 41 7952 108 8 116 438 28264

 国内 3 79 82 8903 74 645 719 173 8253

 計 5 118 123 16855 182 653 835 611 36517

中部センター 外国 103 27 130 7014 136 2 138 495 45573

 国内 52 151 203 9636 78 20 98 165 11234

 計 155 178 333 16650 214 22 236 660 56807

関西センター    * 外国 43 0 43 9159 192 0 192 753 38957

 国内 60 0 60 7722 50 45 95 228 9756

 計 103 0 103 16881 242 45 287 981 48713

中国センター 外国 1 0 1 1557 49 0 49 177 9983

 国内 20 3 23 3435 46 5 51 123 2494

 計 21 3 24 4992 95 5 100 300 12477

四国センター 外国 4 0 4 1432 44 0 44 176 6195

 国内 34 0 34 2753 90 287 377 144 3056

 計 38 0 38 4185 134 287 421 320 9251

九州センター 外国 7 4 11 2784 71 0 71 314 14320

 国内 139 1 140 5218 74 0 74 0 13196

 計 146 5 151 8002 145 0 145 314 27516

産総研 合  計 外国 1487 95 1582 163539 2304 77 2381 7895 386128

 国内 464 458 922 166443 1015 1605 2620 2042 125001

 合計 1951 553 2504 329982 3319 1682 5001 9937 511129

＊関西センターには尼崎事業所、大手前及び扇町サイトの蔵書の一部も含む。 
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(11)産学官連携部門（Collaboration Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：114名（143）名 

概 要：産総研の使命は、産業界、大学、地域経済社会

とのイコールパートナーシップのもと、互いの研究ポテ

ンシャルを融合・発展させ、新しい産業を生み出すこと

にある。この使命を実現するために産学官連携部門は、

全国9研究拠点に産学官連携センターを設置し、産学官

連携の円滑な推進に努めるとともに、産学官連携コーデ

ィネータ等による経済社会ニーズを的確に把握し産学官

連携の橋渡しを行ってきている。更に、知的財産部によ

り産総研の研究成果について 大限の知的財産権化を図

るとともに、産総研イノベーションズ（認定 TLO）と

平成14年10月にはベンチャー開発戦略センターが発足し

たことに伴い、ベンチャー支援室が産学官連携部門から

同センターに移管された。しかしながら同センターと産

学官連携部門は密接な関連があるので、両者の会議へ相

互に乗り入れるよう措置をし、引き続き緊密な連携が図

れるようにした。また、同じく、企業連携室と大学連携

室の統合、連携業務室の分割など産学官連携部門内の組

織を再編し、関連業務が一元的に管理できる体制を採り、 

業務の円滑化を図った。 

産学官連携部門関連の組織を図1に示す。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[産学官連携部門] 

   部 門 長 小川 高志 

   次  長 杉山 佳延 

   審 議 役 高原 邦廣 

   総括主幹 手塚 敏幸、武内 鼓、井島 哲男 

 

   [企業・大学連携室] 室長 小嶋 洋之 他 

   [地域連携室]    室長 上原 斎 他 

   [連携業務第一室]  室長 小林 昭彦 他 

   [連携業務第二室]  室長 柳澤 剛 他 

   [知的財産部]  部長  三原 裕三 

           総括主幹 甲田 壽男 他 

   [知的財産企画室] 室長 中村 達之 

            総括主幹 鴻巣 公男 他 

            参与 石丸 公生 

            顧問 佐村 秀夫 他 

   [知的財産管理室] 室長 渡部 陽介 他 

 

   [地域産学官連携センター] 

   [北海道産学官連携センター] センター長 

                 吉田 忠（兼） 

            総括主幹 菅野寿津夫 

   [東北産学官連携センター] センター長 

                 加藤 碵一（兼） 

   [つくば産学官連携センター] センター長 

                 小川 高志（兼） 

   [臨海副都心産学官連携センター] センター長 

                 曽我 直弘（兼） 

   [中部産学官連携センター] センター長 

                 筒井 康賢（兼） 

            総括主幹 杉浦 新一 

   [関西産学官連携センター] センター長 

                 請川 孝治（兼） 

            総括主幹 篠岡 賢三 

   [中国産学官連携センター] センター長 

                 矢部 彰（兼） 

   [四国産学官連携センター] センター長 

                 一條 久夫（兼） 

   [九州産学官連携センター] センター長 

                 清水 肇（兼） 

 

   [産学官連携コーディネータ] 

   [北海道] 吉田 忠、太田 英順 

   [東 北] 板橋 修、鷲見 新一 

   [つくば] 太田 公廣、永井 聰、佐藤 眞士、 

 中村 吉宏､金原 啓司､野崎 武敏、 

 齊藤 敬三、上原 斎 

   [中 部] 芝崎 靖雄、長沼 勝義、木本 博 

   [関 西] 山下 博志、若林 昇、竹中 啓恭 

   [中 国] 川名吉一郎、上嶋 英機 

   [四 国] 勝村 宗英、上嶋 洋、榊原 実雄 

   [九 州] 安田 誠二、藤井 昭弘、若林 勝彦 

-------------------------------------------------------------------------- 
企業・大学連携室 

（Corporate and Academic Collaboration Office） 
（つくば中央第2） 

概 要：産総研の研究成果に基づいて、企業や大学との

連携の推進、すなわち、共同研究、技術移転、人事交流

を行い、産業や科学技術の発展に寄与することを任務と

している。専門分野を担当する産学官連携コーディネー

タの活動を補佐し、共同研究、TLO を介した技術移転

活動等、研究ユニットと産業界の橋渡しを行っている。 
 また、産学官連携活動における大学との連携として、

連携大学院制度や共同研究の実施等を通じて、研究・人

材交流を行っている。AIST 産学官交流フォーラムでは、

産総研の技術シーズを定期的に発表し、企業との対面交

流を行い、また、中小企業支援研究開発事業では中小企

業による産総研技術シーズの製品化を研究支援している。 

研究成果の移転を目的とした共同研究組織である「連携

研究体」や情報交換による研究促進を目的とする研究会

である「産総研コンソーシアム」の設立も推進している。 

これらの連携活動をスムースに推進するための仕組み作

りや、外部機関との各種協力協定の締結等も行っている。 
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地域連携室（Regional Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要：地域に関連する技術開発について、技術政策の

立案や補助金等の技術審査及び各経済産業局が実施する

戦略プロジェクトへの支援等を行っている。また、外部

からの技術相談窓口業務を遂行するとともに、産業技術

連携推進会議事務局として、産総研と公設試験研究機関

との良好な研究開発関連ネットワークの構築、強化を推

進している。 

 さらに、テクノナレッジネットワーク事業によるもの

づくり基盤技術情報データベースの充実、中小企業支援

型研究開発事業による中小企業のシーズとニーズの製品

化支援業務を行った。 

 

連携業務第一室（Collaboration Affairs Office 1） 

（つくば中央第2） 

概 要：産総研のミッションの一つである知的財産の創

生及び活用・普及を図るために、共同研究・受託研究等

の契約業務を行うとともに、外部からの研究資源獲得の

ための支援を行っている。このほか、他機関との連携を

推進するため連携研究体設立支援・産総研コンソーシア

ム設立支援並びに委託研究契約等の業務を行っている。 

 

連携業務第二室（Collaboration Affairs Office 2） 

（つくば中央第2） 

概 要：当室では、産総研のミッションの一つとしての

積極的な研究協力、産学官連携の推進を図るとのもと、

客員研究員の受け入れ、技術研修員の受け入れ、博士研

究員の受け入れといった外部人材の受け入れ手続きに関

すること及び連携大学院協定の締結、同教授の推薦、各

種委員会委員の委嘱、依頼・受託出張といった産総研職

員人材を外部に送り出す制度等の業務を行っている。 

 

知的財産部（Intellectual Property Division） 

（つくば中央第2） 

概 要：研究成果が社会に使われることにより、経済及

び産業の発展に貢献することは、産総研の大きな使命で

ある。このため、知的財産部においては、知財権の戦略

的な創出及び効果的な維持、管理を組織的に行い、産総

研の研究成果の 大限の知財権化を図ると共に、技術移

転フェアやホームページ等で研究所所有の知的財産を紹

介し、また、指定技術移転機関（産総研イノベーション

ズ）を活用することにより、目に見える技術移転を推進

している。また、職員に対して研修や説明会を開催する

ことにより、知的財産権についての意識の高揚を促して

いるほか、内部弁理士や指定技術移転機関と連携し、内

外のサービスニーズに対応している。さらには、ベンチ

ャー開発戦略研究センターとの連携により、産総研発ベ

ンチャーへの知的財産に係る支援も行っている。 

 

知的財産企画室 

（Intellectual Property Planning Office） 
（つくば中央第2） 

概 要：産総研の成果を十分に保護し、活用するために

種々の施策を企画し実行している。具体的には、知的財

産に関する規程類の整備や見直し、共同研究契約（知的

財産関連事項）、秘密保持契約、研究試料提供契約等の

交渉・締結事務、コンピュータソフトウェアやデータベ

ースに係る著作権やノウハウの管理、特許権設定登録後

の管理、内部の研修や説明会の開催を行っている。また、

職員に対して特許取得のためのインセンティブ予算や発

明者補償金の配付など実施料還元関連の業務を行っ 

ている。さらに、指定技術移転機関（産総研イノベーシ

ョンズ）と連携し、研究成果の技術移転を推進している。 

 

知的財産管理室 

（Intellectual Property Administration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要：研究ユニットにおいて発生した発明を速やかに

特許庁へ出願を行い、 大限に知的財産権化すること、

また、海外においては予算の範囲内において 大限に有

効な出願を行うことを内部弁理士と連携して実施してい

る。具体的には、産総研単独出願において研究者が内部

弁理士に特許相談（リエゾン）を受けられるように調整

を行い、共同発明の場合は、共同で出願するための契約

締結等、対外機関との調整を行っている。 

 また、研究ユニットとの知的財産関係の窓口として、

知財関連情報の提供や各種調査への対応、知財全般に関

する相談業務を行っている。その他、特許プレ評価会等

の各種委員会の事務局、出願案件の情報管理、出願関係

予算の管理、外部弁理士事務所との契約締結業務を行っ

ている。 

------------------------------------------------------------------------ 
[産学官連携センター]（Collabpration Center） 

 全国9研究拠点における産学官連携部門の窓口として

地域の産業界・大学・公設研及び経済産業局等との連携

活動を推進している。また地域産業技術連携推進会議へ

の協力を行っている。産学官連携センターに設置された

［ものづくり基盤技術支援室］は、技術相談窓口業務、

技術情報のデータベース化、公設研ネットワーク他にお

いてものづくり技術の普及を行っている。 

 

[産学官連携コーディネータ] 

（Collaboretion Coordinator） 
 全国9地域拠点に配置し、企業や大学等と産総研との

連携の橋渡しを行う。産学官連携コーディネータは主に

以下のような役割を果たしている。 

・企業や大学と産総研との連携プロジェクト（共同研究

研究関連業務や受託研究）の企画・調整・立案 

・企業等のニーズと産総研の有する技術シーズのマッチ
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ング 

・産総研における研究成果の把握・掘り起こし・権利化

の支援（知的財産部）との協力 

・産総研の有する知的財産権の民間への移転・事業化の

支援（産総研イノベーションズと協力） 

 

 

 

 

 図１．産学官連携部門関連の組織 

 

 
 
 
 
 

産学官連携部門長 

次 長 

審議役 

産総研イノベーションズ（TLO） 

北海道産学官連携センター 
東北産学官連携センター 
つくば産学官連携センター 
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中国産学官連携センター 
四国産学官連携センター 
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研究拠点 

産学官連携センター 

本    部 
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知的財産部 

連携業務第一室 

地域連携室 

企業・大学連携室 

産学官連携コーディネータ 

産学官連携センター長 

産学官連携コーディネータ 

連携研究体 

ものづくり基盤技術支援室 
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１）共同研究 
 産総研が他機関と対等な立場で共同して行う研究であり、その種類として持ち帰り型、集中研型等がある。平成14

年度から新たに資金提供型共同研究制度を導入した。 

 

（共同研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 特殊 独立 公益 企業 国 公設試 その他 計（件）
深部地質環境研究センター             2     2 4 
活断層研究センター 2         1 1     1 5 
化学物質リスク管理研究センター                     0 
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター             1     1 2 
ライフサイクルアセスメント研究センター           1 2       3 
パワーエレクトロニクス研究センター 3     1   2 9       15 
生命情報科学研究センター 1   2 2   1 12       18 
生物情報解析研究センター 2     1 1 9 4       17 
ティッシュエンジニアリング研究センター 1 3 2     3 20 1     30 
ヒューマンストレスシグナル研究センター 3   1     1 12     1 18 
強相関電子技術研究センター       1 1   3 1     6 
次世代半導体研究センター 2   1       14     2 19 
サイバーアシスト研究センター       2 2   7       11 
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター             3   1   4 
ものづくり先端技術研究センター       1   2 13   1 1 18 
高分子基盤技術研究センター     2     1 11   1   15 
光反応制御研究センター             8       8 
新炭素系材料開発研究センター 2   1 4 1 1 9       18 
シナジーマテリアル研究センター 1   1     1 8     4 15 
超臨界流体研究センター           2 8       10 
スマートストラクチャー研究センター 3     1 1 1 11       17 
界面ナノアーキテクトニクス研究センター     1 3             4 
グリッド研究センター 3   1 3 3   6 1     17 
爆発安全研究センター 1     2   3 6     1 13 
糖鎖工学研究センター 10   3 1 4 3 26     3 50 
年齢軸生命工学研究センター 1     4 2   11       18 
技術と社会研究センター                     0 
デジタルヒューマン研究センター     5     2 23     1 31 
近接場光応用工学研究センター           1 10       11 
ダイヤモンド研究センター 4   1       4     1 10 
バイオニクス研究センター 3 1         5       9 
ジーンファンクション研究センター                     0 
計測標準研究部門 5 1 4 4   3 55 1   1 74 
地球科学情報研究部門 7     1 4 2 6 1     21 
地圏資源環境研究部門 10     2   1 12 1     26 
海洋資源環境研究部門 5   2 3   1 22 1 3   37 
エネルギー利用研究部門 19 1 9 1 4 13 65 2 3 2 119 
電力エネルギー研究部門 11   5 1 10 2 22 1     52 
環境管理研究部門 3   1   2 1 24   2   33 
環境調和技術研究部門 6 1 1 1   8 46   2 1 66 
情報処理研究部門     1 3     5 1     10 
知能システム研究部門 6   1 1   2 23       33 
エレクトロニクス研究部門 6   4 5 2   39     2 58 
光技術研究部門 19 1 8 7 1 6 42 3 2 1 90 
人間福祉医工学研究部門 9 3 4 1   2 30   1 1 51 
脳神経情報研究部門 3   3 1 1   4 1     13 
物質プロセス研究部門 5   1   2 1 22     1 32 
セラミックス研究部門 18   5   4 2 96 2 2 4 133 
基礎素材研究部門 18 6 12 3 3 5 96   3   146 
機械システム研究部門 11   4 1   3 50 1 3 1 74 
ナノテクノロジー研究部門 5   2 3 1 1 34     1 47 
計算科学研究部門 3     3 3   5 2 1   17 
生物機能工学研究部門 9   2 3 3 3 36 1   1 58 
人間系特別研究体 16 2 4 2 2 3 17   1   47 
生活環境系特別研究体 3 1 4 2   5 46 1 2   64 
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 9           8       17 
ライフエレクトロニクス研究ラボ 5 2 4     1 4     3 19 
メンブレン化学研究ラボ 1   1       8       10 
マイクロ空間化学研究ラボ 3   1       2       6 
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 1 1 3       10       15 
極微プロファイル計測研究ラボ       1     7       8 
ジーンファンクション研究ラボ             2       2 
単一分子生体ナノ計測研究ラボ 1           2       3 
循環バイオマス研究ラボ                     0 
システム検証研究ラボ 2           5       7 
フェロー             2       2 
先端情報計算センター 1           1       2 
特許生物寄託センター                     0 
ベンチャー開発戦略研究センター 1         1 1       3 
その他の部門等 1 1 1 1   2 9   2 1 18 

合   計 264 24 108 76 57 103 1,107 22 30 38 1,829 

※国際案件5件含む 
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２）委託研究 

 産総研で実施していない研究を他機関に委託し、委託先の研究ポテンシャルを活用して産総研の研究を推進する。 

 

（委託研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 特殊 独立 公益 企業 国 公設試 その他 計（件）
深部地質環境研究センター 1         1         2 
活断層研究センター                     0 
化学物質リスク管理研究センター 3 2 2               7 
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター                     0 
ライフサイクルアセスメント研究センター                     0 
パワーエレクトロニクス研究センター                     0 
生命情報科学研究センター                     0 
生物情報解析研究センター             1       1 
ティッシュエンジニアリング研究センター 3   1               4 
ヒューマンストレスシグナル研究センター             1       1 
強相関電子技術研究センター                     0 
次世代半導体研究センター 1                   1 
サイバーアシスト研究センター                     0 
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター     1               1 
ものづくり先端技術研究センター             1   1   2 
高分子基盤技術研究センター                     0 
光反応制御研究センター                     0 
新炭素系材料開発研究センター                     0 
シナジーマテリアル研究センター                     0 
超臨界流体研究センター                     0 
スマートストラクチャー研究センター                     0 
界面ナノアーキテクトニクス研究センター                     0 
グリッド研究センター     1   1           2 
爆発安全研究センター 6   2               8 
糖鎖工学研究センター 4         1         5 
年齢軸生命工学研究センター                     0 
技術と社会研究センター                     0 
デジタルヒューマン研究センター                     0 
近接場光応用工学研究センター                     0 
ダイヤモンド研究センター                     0 
バイオニクス研究センター                     0 
ジーンファンクション研究センター                     0 
計測標準研究部門         1   6       7 
地球科学情報研究部門 1       1           2 
地圏資源環境研究部門             1       1 
海洋資源環境研究部門 1           1   1   3 
エネルギー利用研究部門 2         1 5       8 
電力エネルギー研究部門 2                   2 
環境管理研究部門 5 1 3               9 
環境調和技術研究部門 4           1   1   6 
情報処理研究部門             2       2 
知能システム研究部門             1   1   2 
エレクトロニクス研究部門             1   1   2 
光技術研究部門   1 1               2 
人間福祉医工学研究部門 3     1   1 3   1   9 
脳神経情報研究部門                     0 
物質プロセス研究部門                     0 
セラミックス研究部門         1   1     3 5 
基礎素材研究部門   1         3   1 2 7 
機械システム研究部門     1 1     2   1   5 
ナノテクノロジー研究部門     1     1 1       3 
計算科学研究部門                     0 
生物機能工学研究部門 1           4   2   7 
人間系特別研究体 2   1           10   13 
生活環境系特別研究体     1               1 
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ                     0 
ライフエレクトロニクス研究ラボ 2                   2 
メンブレン化学研究ラボ                     0 
マイクロ空間化学研究ラボ                     0 
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ                     0 
極微プロファイル計測研究ラボ 1   1               2 
ジーンファンクション研究ラボ                     0 
単一分子生体ナノ計測研究ラボ                     0 
循環バイオマス研究ラボ                     0 
システム検証研究ラボ                     0 
フェロー                     0 
先端情報計算センター                     0 
特許生物寄託センター                     0 
ベンチャー開発戦略研究センター                     0 
その他の部門等         1           1 

合   計 42 5 16 2 5 5 35 0 20 5 135 

※国際案件2件含む 
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(733) 

３）受託研究 

 他機関から委託を受けて産総研が実施する研究であり、その成果は委託元で活用できる制度。委託元の研究者を客

員研究員として受け入れことも可能。 

 

（受託研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 特殊 独立 公益 企業 国 公設試 その他 計（件）
深部地質環境研究センター               1     1 
活断層研究センター               4     4 
化学物質リスク管理研究センター       1 1 1         3 
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター             4       4 
ライフサイクルアセスメント研究センター       1 2 1 1 1     6 
パワーエレクトロニクス研究センター       2 3 2 1 1     9 
生命情報科学研究センター             4 1     5 
生物情報解析研究センター       1             1 
ティッシュエンジニアリング研究センター     2 1 1 1 1       6 
ヒューマンストレスシグナル研究センター             4       4 
強相関電子技術研究センター       1 1           2 
次世代半導体研究センター       2 2 2 1 1     8 
サイバーアシスト研究センター       2 2   2 1     7 
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター                     0 
ものづくり先端技術研究センター       1 1 1 1       4 
高分子基盤技術研究センター       2 2           4 
光反応制御研究センター       2 2           4 
新炭素系材料開発研究センター       1 1   1       3 
シナジーマテリアル研究センター       1 1   1       3 
超臨界流体研究センター         1 1         2 
スマートストラクチャー研究センター     1 1   1 2       5 
界面ナノアーキテクトニクス研究センター       3 1           4 
グリッド研究センター       1 2   5 2     10 
爆発安全研究センター       1 1 3   1     6 
糖鎖工学研究センター 1     5 4 1 1 1     13 
年齢軸生命工学研究センター       1     1       2 
技術と社会研究センター       1 1     1     3 
デジタルヒューマン研究センター       1 2 2 4       9 
近接場光応用工学研究センター       1 1           2 
ダイヤモンド研究センター       3 2 1 1       7 
バイオニクス研究センター             6       6 
ジーンファンクション研究センター       2 1           3 
計測標準研究部門       4 5 1 3 1     14 
地球科学情報研究部門       1 1 3 1 1     7 
地圏資源環境研究部門 1     4 3 3   2     13 
海洋資源環境研究部門 1       1 5 3 2   2 14 
エネルギー利用研究部門     1 13 12 3 16 3     48 
電力エネルギー研究部門       10 11 4 4       29 
環境管理研究部門       1   7 9 2   1 20 
環境調和技術研究部門       8 7 4 4 1     24 
情報処理研究部門       2     1       3 
知能システム研究部門       2 2   10     1 15 
エレクトロニクス研究部門       4 1   4 1     10 
光技術研究部門       6 3 2 8 1     20 
人間福祉医工学研究部門       1 1 1 3 1     7 
脳神経情報研究部門 1     3 4           8 
物質プロセス研究部門       1 1 3 2 1   2 10 
セラミックス研究部門       2 1 4         7 
基礎素材研究部門       7 4 12 4       27 
機械システム研究部門       2 2 2 11 1     18 
ナノテクノロジー研究部門       8 3     1     12 
計算科学研究部門               1     1 
生物機能工学研究部門 1     4 5 3 6       19 
人間系特別研究体 1     1 2 6 5 1     16 
生活環境系特別研究体       13 12 2 5       32 
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ       2 4           6 
ライフエレクトロニクス研究ラボ           1         1 
メンブレン化学研究ラボ         1 1   1     3 
マイクロ空間化学研究ラボ           2       2 4 
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ                     0 
極微プロファイル計測研究ラボ             1 1     2 
ジーンファンクション研究ラボ                     0 
単一分子生体ナノ計測研究ラボ       1 1 2 1       5 
循環バイオマス研究ラボ             1       1 
システム検証研究ラボ       1             1 
フェロー                     0 
先端情報計算センター                     0 
特許生物寄託センター               1     1 
ベンチャー開発戦略研究センター                     0 
その他の部門等       1 3   2 18     24 

合   計 6 0 4 140 125 88 145 56 0 8 572 

※国際案件5件含む 



研究関連業務 

(734) 

４）請負研究 

 受託研究によることができない研究を他機関からの依頼に応じて行うものであり、その経費は依頼者が負担する。 

 

（請負研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 特殊 独立 公益 企業 国 公設試 その他 計（件）
深部地質環境研究センター    0 
活断層研究センター    0 
化学物質リスク管理研究センター    0 
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター    0 
ライフサイクルアセスメント研究センター 6 2   8 
パワーエレクトロニクス研究センター    0 
生命情報科学研究センター    0 
生物情報解析研究センター    0 
ティッシュエンジニアリング研究センター    0 
ヒューマンストレスシグナル研究センター    0 
強相関電子技術研究センター    0 
次世代半導体研究センター    0 
サイバーアシスト研究センター 1    1 
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター    0 
ものづくり先端技術研究センター    0 
高分子基盤技術研究センター    0 
光反応制御研究センター    0 
新炭素系材料開発研究センター    0 
シナジーマテリアル研究センター    0 
超臨界流体研究センター    0 
スマートストラクチャー研究センター    0 
界面ナノアーキテクトニクス研究センター    0 
グリッド研究センター    0 
爆発安全研究センター    0 
糖鎖工学研究センター    0 
年齢軸生命工学研究センター    0 
技術と社会研究センター    0 
デジタルヒューマン研究センター    0 
近接場光応用工学研究センター    0 
ダイヤモンド研究センター    0 
バイオニクス研究センター    0 
ジーンファンクション研究センター    0 
計測標準研究部門 1    1 
地球科学情報研究部門    0 
地圏資源環境研究部門  1  1 
海洋資源環境研究部門 1   1 
エネルギー利用研究部門 3  1  4 
電力エネルギー研究部門 1 2   1 4 
環境管理研究部門 1    1 
環境調和技術研究部門 1   1 
情報処理研究部門    0 
知能システム研究部門    0 
エレクトロニクス研究部門    0 
光技術研究部門    0 
人間福祉医工学研究部門 1    1 
脳神経情報研究部門    0 
物質プロセス研究部門    0
セラミックス研究部門    0 
基礎素材研究部門    0 
機械システム研究部門    0 
ナノテクノロジー研究部門    0 
計算科学研究部門    0 
生物機能工学研究部門    0 
人間系特別研究体    0 
生活環境系特別研究体    0 
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ    0 
ライフエレクトロニクス研究ラボ    0 
メンブレン化学研究ラボ    0 
マイクロ空間化学研究ラボ    0 
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ    0 
極微プロファイル計測研究ラボ    0
ジーンファンクション研究ラボ    0 
単一分子生体ナノ計測研究ラボ    0 
循環バイオマス研究ラボ    0 
システム検証研究ラボ    0 
フェロー    0 
先端情報計算センター    0 
特許生物寄託センター    0 
ベンチャー開発戦略研究センター    0 
その他の部門等 1    1 

合   計 1 0 0 0 0 14 6 2 0 1 24 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(735) 

５）技術研修 

 外部機関等の研究者、技術者を当所が受け入れ、当所の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度です。 

 人頭経費（25,000円／人／月、または2,000円／人／日）を派遣先に負担していただきます。 

 

（技術研修） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（人）

深部地質環境研究センター 7 1 1   9 

活断層研究センター 1    1 

化学物質リスク管理研究センター 3    3 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 1    1 

ライフサイクルアセスメント研究センター 8 7 7   1 23 

パワーエレクトロニクス研究センター 4    4 

生命情報科学研究センター 14 3 14   31 

生物情報解析研究センター 12 6    18 

ティッシュエンジニアリング研究センター 17 6 4 1   28 56 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 6 2 3  1 12 

強相関電子技術研究センター 12    12 

次世代半導体研究センター 5 9    14 

サイバーアシスト研究センター 7 1   8 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 4 2    6 

ものづくり先端技術研究センター 3 2  1 6 

高分子基盤技術研究センター 13 2 6  1 22 

光反応制御研究センター 2 8    10 

新炭素系材料開発研究センター 1 1 2   4 

シナジーマテリアル研究センター    0 

超臨界流体研究センター 7 1    8 

スマートストラクチャー研究センター 2 1 1   4 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 7    7 

グリッド研究センター 1   1 2 

爆発安全研究センター 20 1   21 

糖鎖工学研究センター 24 3 3  1 31 

年齢軸生命工学研究センター 10 7 5  1 23 

技術と社会研究センター    0 

デジタルヒューマン研究センター 9 12    21 

近接場光応用工学研究センター 8    8 

ダイヤモンド研究センター 3 3 1   7 

バイオニクス研究センター 4 8    12 

ジーンファンクション研究センター 6 2    1 9 

計測標準研究部門 3 18 5 1 9 15  1 52 

地球科学情報研究部門 9 2 2    2 15 

地圏資源環境研究部門 9 1   10 

海洋資源環境研究部門 39 10 4   17 70 

エネルギー利用研究部門 20 33 7  1 3 64 

電力エネルギー研究部門 14 9    23 

環境管理研究部門 8 16 4  1 2 31 

環境調和技術研究部門 7 43 10   1 61 

情報処理研究部門 6 2 1  1 10 

知能システム研究部門 18 13 2  1 34 

エレクトロニクス研究部門 9 17 9   3 38 

光技術研究部門 30 43 9  2 2 86 

人間福祉医工学研究部門 16 2 14 3  4 39 

脳神経情報研究部門 18 1 5 1 1 7   33 

物質プロセス研究部門 12 10    1 23 

セラミックス研究部門 23 6 2  1 32 

基礎素材研究部門 30 4 25 3  2 1 65 

機械システム研究部門 11 22 1 8  3 45 

ナノテクノロジー研究部門 11 12 2   1 26 

計算科学研究部門 2    2 

生物機能工学研究部門 53 2 24 2 1 1 11 1 1 3 99 

人間系特別研究体 9 1 15 2  2 29 

生活環境系特別研究体 15 3 19 17  1 55 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 3 1    4 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 4 11 4    19 

メンブレン化学研究ラボ 3 1    4 

マイクロ空間化学研究ラボ 4 4    8 

先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 3    3 

極微プロファイル計測研究ラボ 1    1 

ジーンファンクション研究ラボ 22    22 

単一分子生体ナノ計測研究ラボ 7    7 

循環バイオマス研究ラボ 4    4 

システム検証研究ラボ    0 

その他 22   5       1     12 40 

合   計 636 31 482 9 3 14 166 1 27 78 1,447 

 



研究関連業務 

(736) 

６）客員研究員 
 外部機関等の研究者等が当所において研究を行う際に研究員として受け入れるための制度です。外部機関等からの

申請による場合（申請型）と当所からお願いして来ていただく場合（招へい型）があり、申請型は客員研究契約を締

結します。 

 申請型の場合は、人頭経費（25,000円／人／月または2,000円／人／日）を負担していただきます。 

 

（客員研究員） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（人）
深部地質循環研究センター 1 1 1 2 1  6
活断層研究センター 5 1 2 1 1 1 2   2 3 18
化学物質リスク管理研究センター   1 3       1       5
ライフサイクルアセスメント研究センター                     0
パワーエレクトロニクス研究センター 2   1             1 4
生命情報科学研究センター 3   1               4
生物情報解析研究センター 2   1   2   2       7
ティッシュエンジニアリング研究センター 11 5 10     2 2 3   6 39
ヒューマンストレスシグナル研究センター 4 3 1       2     1 11
強相関電子技術研究センター 1       1           2
次世代半導体研究センター                     0
サイバーアシスト研究センター 6 1 2   4   4     1 18
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 4   1       1     2 8
ものづくり先端技術研究センター 9   6   1   2   23 1 42
高分子基盤技術研究センター                     0
光反応制御研究センター                     0
新炭素系材料開発研究センター   1                 1
シナジーマテリアル研究センター             1       1
超臨界流体研究センター                     0
スマートストラクチャー研究センター 1 1 1               3
界面ナノアーキテクトニクス研究センター                     0
グリッド研究センター     1             3 4
爆発安全研究センター                     0
糖鎖工学研究センター 1   1   1           3
年齢軸生命工学研究センター 2   3               5
技術と社会研究センター                   1 1
デジタルヒューマン研究センター     1   3   2       6
近接場光応用工学研究センター                   1 1
ダイヤモンド研究センター 1     1     1       3
バイオニクス研究センター 2   13       11     2 28
ジーンファンクション研究センター 2   1 1       3   4 11
計測標準研究部門 2 1       1 1     4 9
地球科学情報研究部門 4 1 3 1 1 1 3   1 14 29
地圏資源環境研究部門                   2 2
海洋資源環境研究部門 1   1   2 1       1 6
エネルギー利用研究部門 1   2       1     1 5
電力エネルギー研究部門 4 2 5 2     1     6 20
環境管理研究部門 2 2 10       3 1     18
環境調和技術研究部門 3 1       1     1 1 7
情報処理研究部門             2     2 4
知能システム研究部門     2       9     1 12
エレクトロニクス研究部門 3   2   3 1 1     6 16
光技術研究部門 16   8 1 2   3     8 38
人間福祉医工学研究部門 10 1 9 1 1 3 1     8 34
脳神経情報研究部門 9 3 10 1 1   3 1   2 30
物質プロセス研究部門 1       1   3       5
セラミックス研究部門                     0
基礎素材研究部門 1                 3 4
機械システム研究部門 22 2 8 1     1 4   12 50
ナノテクノロジー研究部門 11   1 3 1 1 22 1   2 42
計算科学研究部門 16   2 1   1 6 2   1 29
生物機能工学研究部門 4   1   2 2 1 2   7 19
人間系特別研究体 2   1     1       2 6
生活環境系特別研究体 2 1     2 3 4     2 14
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ                     0
ライフエレクトロニクス研究ラボ 4   2     2 1 1   6 16
メンブレン化学研究ラボ 3   1               4
マイクロ空間化学研究ラボ                     0
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ                     0
極微プロファイル計測研究ラボ 1                   1
ジーンファンクション研究ラボ                     0
単一分子生体ナノ計測研究ラボ                     0
循環バイオマス研究ラボ                     0
システム検証研究ラボ 1       5           6
その他部門等 1   2     3 7     4 13

合   計   181 27 119 14 35 25 106 19 27 670
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７）連携大学院 
 連携大学院制度とは、高度な研究水準をもつ国立試験研究所や民間研究所等の大学外研究機関の施設・設備や人的

資源を活用して大学院教育を行う制度です。（参照：大学院設置基準第13条第2項 大学院は、教育上有益と認める

ときは、学生が他の大学院又は研究所等において必要な研究指導を受ける事を認めることができる。(後略)）産総研

ではこの制度に基づいて大学と協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術

研修生として受け入れ、研究指導を行っています。連携大学院制度による大学院生には被指導者であると同時に研究

協力者としての側面があり、研究促進の観点からも産総研では連携大学院生を積極的に受け入れています。 

 

（連携大学院） 

大 学 名 研究科名 身 分 所   属 人 数

北海道大学 農学研究科 教授 生物機能工学研究部門 3

  農学研究科 助教授 生物機能工学研究部門 1

  農学研究科 助教授 生物機能工学研究部門 1

          

東北大学 理学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 1

  理学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1

  理学研究科 教授 地球科学情報研究部門 1

  理学研究科 助教授 地球科学情報研究部門 1

  理学研究科 教授 地圏資源環境研究部門 1

  理学研究科 助教授 地圏資源環境研究部門 1

  理学研究科 教授 メンブレン化学研究ラボ 1

  理学研究科 助教授 メンブレン化学研究ラボ 1

  理学研究科 教授 超臨界流体研究センター 1

          

東北学院大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 4

  工学研究科 教授 超臨界流体研究センター 1

          

筑波大学 機能工学系 助教授 エネルギー利用研究部門 1

  物理工学系 助教授 エレクトロニクス研究部門 1

  物質工学系 教授 エレクトロニクス研究部門 1

  化学系 教授 企画本部 1

  化学系 教授 グリッド研究センター 1

  生物科学系 教授 ジーンファンクション研究ラボ 1

  生物科学系 助教授 ジーンファンクション研究ラボ 1

  応用生物化学系 教授 生物機能工学研究部門 2

  応用生物化学系 助教授 生物機能工学研究部門 1

  生物科学系 教授 生物機能工学研究部門 1

  化学系 教授 生物機能工学研究部門 1

  物理工学系 教授 ダイヤモンド研究センター 1

  生物科学系 教授 糖鎖工学研究センター 1

  基礎医学系 教授 糖鎖工学研究センター 1

  基礎医学系 助教授 糖鎖工学研究センター 1

  化学系 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  物質工学系 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  電子・情報工学系 教授 人間福祉医工学研究部門 1

  生物科学系 教授 年齢軸生命工学研究センター 1

  電子・情報工学系 教授 脳神経情報研究部門 1

  臨床医学系 教授 脳神経情報研究部門 1

  基礎医学系 助教授 脳神経情報研究部門 1

  電子・情報工学系 教授 フェロー 1

  機能工学系 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1

  地球科学系 助教授 海洋資源環境研究部門 1

  化学系 教授 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1

  化学系 助教授 環境調和技術研究部門 1
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大 学 名 研究科名 身 分 所   属 人 数

筑波大学 機能工学系 助教授 機械システム研究部門 2

  物質工学系 助教授 強相関電子技術研究センター 1

  化学系 助教授 光技術研究部門 1

  物理工学系 教授 次世代半導体研究センター 1

  電子・情報工学系 教授 次世代半導体研究センター 1

  電子・情報工学系 助教授 情報処理研究部門 1

  機能工学系 教授 知能システム研究部門 4

  電子・情報工学系 教授 知能システム研究部門 1

  機能工学系 助教授 知能システム研究部門 1

  電子・情報工学系 助教授 知能システム研究部門 1

  地球科学系 教授 地球科学情報研究部門 2

  化学系 教授 物質プロセス研究部門 1

          

宇都宮大学 工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門 2

  工学研究科 教授 企画本部 1

          

東京工業大学 総合理工学研究科 教授 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1

  総合理工学研究科 助教授 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1

  総合理工学研究科 教授 光反応制御研究センター 1

 総合理工学研究科 助教授 環境管理研究部門 1

  総合理工学研究科 教授 サイバーアシスト研究センター 1

  
フロンティア創造共同研究

センター 
教授 物質プロセス研究部門 1

  生命理工学研究科 教授 生物機能工学研究部門 2

  総合理工学研究科 教授 企画本部 1

  総合理工学研究科 教授 機械システム研究部門 1

  学術国際情報センター 助教授 グリッド研究センター 1

  
フロンティア創造共同研究

センター 
助教授 セラミックス研究部門 1

          

東京農工大学 工学研究科 教授 ティッシュエンジニアリング研究センター 2

  工学研究科 助教授 ティッシュエンジニアリング研究センター 1

          

千葉大学 自然科学研究科 教授 高分子基盤技術研究センター 1

  自然科学研究科 助教授 特許生物寄託センター 1

  自然科学研究科 教授 地圏資源環境研究部門 2

  自然科学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1

          

横浜国立大学 環境情報研究院 教授 化学物質リスク管理研究センター 1

  環境情報研究院 助教授 ライフサイクルアセスメント研究センター 1

          

金沢大学 自然科学研究科 教授 環境管理研究部門 1

  自然科学研究科 助教授 環境管理研究部門 1

  自然科学研究科 教授 企画本部 1

          

大阪大学 理学研究科 教授 知能システム研究部門 1

  理学研究科 教授 脳神経情報研究部門 1

  理学研究科 助教授 脳神経情報研究部門 1

  理学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 1

  理学研究科 助教授 エレクトロニクス研究部門 1

  理学研究科 教授 生活環境系特別研究体 3

          

神戸大学 自然科学研究科 教授 人間系特別研究体 1

  自然科学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1
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神戸大学 自然科学研究科 教授 産学官連携部門 1

  自然科学研究科 教授 光技術研究部門 1

  自然科学研究科 助教授 生活環境系特別研究体 2

  自然科学研究科 教授 地球科学情報研究部門 1

          

鹿児島大学 理工学研究科 教授 人間系特別研究体 1

  理工学研究科 教授 強相関電子技術研究センター 1

  理工学研究科 助教授 電力エネルギー研究部門 1

          

東京理科大学 理工学研究科 教授 計測標準研究部門 1

  理工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 3

  理工学研究科 教授 ものづくり先端技術研究センター 1

  理工学研究科 助教授 サイバーアシスト研究センター 1

  理工学研究科 助教授 ジーンファンクション研究ラボ 1

  理工学研究科 助教授 年齢軸生命工学研究センター 1

  理工学研究科 教授 生物機能工学研究部門 1

  理工学研究科 教授 光反応制御研究センター 1

  理工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 2

  理工学研究科 教授 極微プロファイル計測研究ラボ 1

  理工学研究科 教授 生物機能工学研究部門 1

  理工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門 1

  理工学研究科 助教授 電力エネルギー研究部門 1

  理工学研究科 教授 パワーエレクトロニクス研究センター 1

  理工学研究科 教授 光技術研究部門 1

  理工学研究科 教授 機械システム研究部門 1

  理工学研究科 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1

  理工学研究科 教授 新炭素系材料開発研究センター 1

  理工学研究科 教授 知能システム研究部門 1

  理工学研究科 教授 人間福祉医工学研究部門 1

  理工学研究科 教授 エネルギー利用研究部門 1

  理工学研究科 助教授 デジタルヒューマン研究センター 1

  理工学研究科 助教授 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1

  基礎工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 1

  基礎工学研究科 助教授 エレクトロニクス研究部門 1

  基礎工学研究科 教授 知能システム研究部門 1

  基礎工学研究科 教授 次世代半導体研究センター 1

  基礎工学研究科 教授 パワーエレクトロニクス研究センター 1

  基礎工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  基礎工学研究科 教授 物質プロセス研究部門 1

          

東京電機大学 工学研究科 助教授 電力エネルギー研究部門 1

  工学研究科 教授 計測標準研究部門 1

  工学研究科 助教授 計測標準研究部門 1

  工学研究科 教授 近接場光応用工学研究センター 1

  工学研究科 助教授 人間福祉医工学研究部門 1

          

日本大学 生産工学研究科 教授 物質プロセス研究部門 1

  生産工学研究科 教授 環境管理研究部門 1

  生産工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 1

  生産工学研究科 教授 エネルギー利用研究部門 1

  生産工学研究科 教授 計測標準研究部門 1

          

上智大学 理工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 2

  理工学研究科 助教授 環境調和技術研究部門 1
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上智大学  理工学研究科 教授 フェロー 1

  理工学研究科 教授 シナジーマテリアル研究センター 1

  理工学研究科 助教授 光技術研究部門 1

  理工学研究科 教授 セラミックス研究部門 1

          

芝浦工業大学 工学研究科 教授 知能システム研究部門 1

  工学研究科 助教授 知能システム研究部門 1

  工学研究科 助教授 エネルギー利用研究部門 1

  工学研究科 教授 光技術研究部門 1

  工学研究科 助教授 光技術研究部門 1

          

千葉工業大学 工業化学専攻 教授 環境調和技術研究部門 1

  精密機械工学専攻 教授 計測標準研究部門 1

  工業化学専攻 教授 物質プロセス研究部門 1

  工業化学専攻 教授 エネルギー利用研究部門 1

  経営工学専攻 教授 機械システム研究部門 1

          

神奈川工科大学 工学研究科 教授 理事 1

  工学研究科 教授 エネルギー利用研究部門 3

  工学研究科 教授 強相関電子技術研究センター 1

  工学研究科 助教授 強相関電子技術研究センター 1

  工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 1

  工学研究科 教授 光技術研究部門 1

  工学研究科 教授 光技術研究部門 1

  工学研究科 助教授 光技術研究部門 1

  工学研究科 教授 環境管理研究部門 1

  工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 1

  工学研究科 教授 生物機能工学研究部門 2

  工学研究科 教授 物質プロセス研究部門 2

  工学研究科 助教授 物質プロセス研究部門 1

  工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  工学研究科 教授 高分子基盤技術研究センター 1

  工学研究科 教授 企画本部 1

  工学研究科 教授 知能システム研究部門 2

  工学研究科 助教授 人間福祉医工学研究部門 1

          

金沢工業大学 工学研究科 教授 糖鎖工学研究センター 1

  工学研究科 教授 機械システム研究部門 1

  工学研究科 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1

  工学研究科 教授 スマートストラクチャー研究センター 1

  工学研究科 教授 企画本部 1

  工学研究科 教授 フェロー 1

  工学研究科 教授 環境管理研究部門 1

  工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 3

  工学研究科 教授 光技術研究部門 1

  工学研究科 教授 計測標準研究部門 1

          

東邦大学 理学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 1

  理学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 1

  理学研究科 助教授 人間福祉医工学研究部門 1

  理学研究科 助教授 年齢軸生命工学研究センター 1

          

東京都立大学 理学研究科 教授 生物情報解析研究センター 1
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東京都立大学 理学研究科 助教授 生物情報解析研究センター 4

  理学研究科 教授 計測標準研究部門 1

          

情報科学研究科 助教授 生命情報科学研究センター 1奈良先端科学技術大

学院大学 情報科学研究科 教授 生命情報科学研究センター 1

  情報科学研究科 助教授 デジタルヒューマン研究センター 1

          

名古屋工業大学 工学研究科 教授 セラミックス研究部門 2

  工学研究科 助教授 セラミックス研究部門 1

          

岐阜大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2

  工学研究科 助教授 セラミックス研究部門 1

          

姫路工業大学 工学研究科 非常勤講師 基礎素材研究部門 1

  工学研究科 非常勤講師 ダイヤモンド研究センター 1

          

中部大学 工学研究科 教授 セラミックス研究部門 2

  工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2

          

名城大学 総合学術研究科 教授 セラミックス研究部門 1

  理工学研究科 教授 シナジーマテリアル研究センター 1

          

大同工業大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2

  工学研究科 教授 セラミックス研究部門 1

          

愛知工業大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2

  工学研究科 助教授 セラミックス研究部門 1

          

立命館大学 理工学研究科 教授 光技術研究部門 2

  理工学研究科 教授 人間系特別研究体 1

  理工学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1

  理工学研究科 教授 ダイヤモンド研究センター 1

  理工学研究科 教授 ライフエレクトロニクス研究ラボ 1

  理工学研究科 教授 地球科学情報研究部門 1

          

大阪府立大学 工学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1

          

京都工芸繊維大学 工芸科学研究科 教授 人間系特別研究体 1

  工芸科学研究科 助教授 ヒューマンストレスシグナル研究センター 1

  工芸科学研究科 教授 産学官連携部門 1

          

同志社大学 工学研究科 教授 ダイヤモンド研究センター 1

  工学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1

          

山口大学 理工学研究科 教授 中国センター 1

  理工学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 1

  理工学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1

          

広島大学 生物圏科学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 2

  生物圏科学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1

  工学研究科 教授 基礎素材研究部門 1

  工学研究科 助教授 基礎素材研究部門 1

          

徳島大学 工学研究科 教授 産学官連携部門 1
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大 学 名 研究科名 身 分 所   属 人 数

徳島大学 工学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 1

          

佐賀大学 工学系研究科 教授 企画本部 1

  工学系研究科 教授 九州センター 1

  工学系研究科 教授 基礎素材研究部門 2

  工学系研究科 助教授 基礎素材研究部門 2

          

九州大学 総合理工学研究院 教授 マイクロ空間化学研究ラボ 1

  総合理工学研究院  助教授 マイクロ空間化学研究ラボ 1

  総合理工学研究院 助教授 基礎素材研究部門 1

          

立教大学 理学研究科 教授 エネルギー利用研究部門 1

  理学研究科 教授 物質プロセス研究部門 1

  理学研究科 教授 環境調和技術研究部門 1

          

東京医科歯科大学 生命情報科学教育部 教授 生命情報科学研究センター 3

          

長岡技術科学大学 工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門 1

  工学研究科 教授 セラミックス研究部門 2

合  計       280
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８）技術相談 

 産業技術総合研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関等からの技術相談を受

ける制度を運用している。平成15年度に各研究ユニット、各地域センターに設置しているものづくり基盤技術支援室、

および産学官連携部門地域連携室、地質関係の技術相談所、標準供給保証室他に寄せられた相談などは次のとおり。 

 

平成15年度技術相談集計 

 平成15年度「技術相談届出システム」に入力された件数：4841件（内 GSJ1240件） 

 回答者のべ人数：5892人（内 GSJ1430人） データダウンロード日：2004/04/20 

１．拠点別件数 

拠  点 件 数  

北海道センター 278  

東北センター 162  

つくばセンター 3101  

東京センター 10  

臨海副都心センター 13  

中部センター 575  

関西センター 360  

四国センター 96  

中国センター 93  

九州センター 210  

上記の合計 4898 
一相談で複数拠点にまたがる案件は複数拠点でカウントされ

るため正味の相談件数より大きくなる。 

相談件数 4841  

 

２．ユニット別 

ユニット名 件数   GSJ 分等 

研究コーディネータ 54     

企画本部 72     

評価部 0     

環境安全部 3     

業務推進本部 0     

研究センター       

深部地質環境 55   内 GSJ 55 
活断層 36   内 GSJ 36 
化学物質リスク管理 6     

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー 5     

ライフサイクルアセスメント 143     

パワーエレクトロニクス       

生命情報科学       

生物情報解析       

ティッシュエンジニアリング 0     

ヒューマンストレスシグナル 42     

強相関電子技術 1     

次世代半導体 3     

サイバーアシスト       

マイクロ・ナノ機能広域発現 9     

ものづくり先端技術 129     

高分子基盤技術 18     

光反応制御 14     

新炭素系材料開発 15     

シナジーマテリアル 41     

超臨界流体 14     

スマートストラクチャー 6     

界面ナノアーキテクトニクス 20     

グリッド       
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ユニット名 件数   GSJ 分等 

爆発安全 71     

糖鎖工学 2     

年齢軸生命工学 1     

技術と社会 0     

デジタルヒューマン 6     

近接場光応用工学 1     

ダイヤモンド       

バイオニクス 9     

ジーンファンクション       

研究部門       

計測標準 278     

地球科学情報 171   内 GSJ 171 
地圏資源環境 149   内 GSJ 149 
海洋資源環境 130   内 GSJ 69 
エネルギー利用 93     

電力エネルギー 73     

環境管理 226     

環境調和技術 98     

情報処理 1     

知能システム 22     

エレクトロニクス 29     

光技術 116     

人間福祉医工学 26     

脳神経情報 21     

物質プロセス 57     

セラミックス 117     

基礎素材 289     

機械システム 152     

ナノテクノロジー 18     

計算科学 14     

生物機能工学 76     

特別研究体       

人間系 36     

生活環境系 103     

研究ラボ       

薄膜シリコン系太陽電池開発 0     

ライフエレクトロニクス 7     

メンブレン化学 22     

マイクロ空間化学 41     

極微プロファイル計測 4     

単一分子生体ナノ計測 13     

循環バイオマス 23     

システム検証       

管理部門       

先端情報計算センター 1     

特許生物寄託センター 1     

ベンチャー開発戦略研究センター 0     

技術情報部門 4     

産学官連携部門 1190     

北海道センター   220 内 GSJ 93 
東北センター   65   

つくばセンター   392   

中部センター   291   

関西センター   79 内 GSJ 44 
四国センター   53   

中国センター   33   
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ユニット名 件数   GSJ 分等 

九州センター   57   

        

成果普及部門 795   内 GSJ 764計量31 

国際部門 9   内 GSJ 3 
業務推進部門 26     

能力開発部門       

研究環境整備部門       

上記の合計(一相談に複数ユニットが係わる

と複数ユニットにカウントされるので正味の

相談件数よりも大きくなる。） 

5207   内 GSJ 1384 

注１：回答者の所属は入力時の個人 ID により自動的に決められる。 

注２：GSJ とは地質相談所（成果普及部門）、地球科学情報研究部門、地圏資源環境研究部門、海洋資源環境研究部門

のつくば、深部地質環境研究センター、活断層研究センター、国際地質協力室（国際部門）、地質調査情報部

（成果普及部門）、地質標本館（成果普及部門）、北海道センター札幌北サイト（北海道地質調査連携研究体）、

関西センター大阪大手前サイト（関西地質調査連携研究体）である。 

 

３．相談者区分 

相談者の分類 全体件数 全体% GSJ 以外件数 GSJ 以外% GSJ 件数 GSJ% 

企業 3153 65 2713 75 440 35

教育機関 469 10 308 9 161 13

公的機関 513 11 342 9 171 14

出版放送マスコミ 79 2 28 1 51 4

個人 480 10 116 3 364 29

外国 76 2 54 1 22 2

その他 71 1 40 1 31 3

合計 4841 100 3601 100 1240 100

 

 

 

 

相談者の分類(全体)

企業

教育機関

公的機関

出版放送マスコミ

個人

外国

その他

GSJ以外の相談者分類

企業

教育機関

公的機関

出版放送マスコミ

個人

外国

その他

GSJ相談者分類

企業

教育機関

公的機関

出版放送マスコミ

個人

外国

その他
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４．アクセス方法 

アクセス方法 全体件数 全体% GSJ 以外件数 GSJ 以外% GSJ 件数 GSJ%
E-Mail/FAX/手紙等文書 2043 42 1561 43 482 39

電話 1209 25 746 21 463 37

面談 1535 32 1249 35 286 23

その他 54 1 45 1 9 1

合計 4841 100 3601 100 1240 100

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクセス方法(全体）

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他

アクセス方法(GSJ以外)

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他

アクセス方法(GSJ)

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他
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５．回答方法 

回 答 方 法 全体件数 全体% GSJ 以外件数 GSJ 以外% GSJ 件数 GSJ%
E-Mail/FAX/手紙等文書 1908 39  1398 39 510 41 

電話 993 21  611 17 382 30 

面談 1907 39  1566 43 341 28 

その他 33 1  26 1 7 1 

合計 4841 100  3601 100 1240 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業手順：「技術相談届け出システム」からダウンロードすると、回答者が複数の相談案件は複数行になるので、エク

セルにおいてマクロを実行し1相談1行に変換した。H16年度（2004/4/1～2004/4/20）に入力された H15年度の相談は

回答者の所属が入力時（H16年度）のものになっているので H15年度の所属で統計をとった。 

 

 

 

回答方法(全体)

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他

回答方法(GSJ以外)

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他

回答方法(GSJ)

E-Mail/FAX/手紙等文書

電話

面談

その他
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９）受託出張・依頼出張 

 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演等のために、職員を出張させることができます。必要な

旅費および間接経費（受託出張の場合）は要請をした外部機関の負担となります。 

 

（出 張） 

研究ユニット 国大 公大 私大 法人 企業 国 公設試 その他
計

（件）
深部地質環境研究センター 4 0 2 3 0 0 0 0 9
活断層研究センター 16 0 0 5 0 4 2 4 31
化学物質リスク管理研究センター 5 0 0 2 0 1 0 1 9
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ライフサイクルアセスメント研究センター 0 0 0 5 0 0 4 4 13
パワーエレクトロニクス研究センター 0 0 0 0 0 0 2 0 2
生命情報科学研究センター 4 0 5 4 0 0 0 1 14
生物情報解析研究センター 4 0 0 6 2 3 0 0 15
ティッシュエンジニアリング研究センター 1 1 0 4 1 2 0 4 13
ヒューマンストレスシグナル研究センター 1 0 0 1 1 0 0 0 3
強相関電子技術研究センター 4 0 0 1 0 0 0 0 5
次世代半導体研究センター 3 0 0 1 1 0 0 0 5
サイバーアシスト研究センター 3 1 0 2 0 0 0 0 6
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 3 0 0 2 0 0 0 0 5
ものづくり先端技術研究センター   0 0 3 0 0 3 0 6
高分子基盤技術研究センター 2 0 0 3 3 0 0 0 8
光反応制御研究センター 10 0 0 1 1 0 0 0 12
新炭素系材料開発研究センター 14 0 0 5 0 0 0 0 19
シナジーマテリアル研究センター 2 0 0 0 0 0 0 0 2
超臨界流体研究センター 3 0 1 10 0 3 0 0 17
スマートストラクチャー研究センター 8 0 0 0 0 0 0 0 8
界面ナノアーキテクトニクス研究センター 5 0 0 6 0 0 0 1 12
グリッド研究センター 5 2 0 1 0 9 0 0 17
爆発安全研究センター 3 0 0 1 1 0 1 5 11
糖鎖工学研究センター 10 2 3 4 1 2 3 4 29
年齢軸生命工学研究センター 3 0 1 0 0 1 0 1 6
技術と社会研究センター 2 0 0 2 0 0 0 1 5
デジタルヒューマン研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0
近接場光応用工学研究センター 1 0 0 0 0 0 0 0 1
ダイヤモンド研究センター 3 0 0 1 0 0 0 1 5
バイオニクス研究センター 0 0 0 1 0 0 2 0 3
ジーンファンクション研究センター 0 0 0 2 0 0 0 0 2
計測標準研究部門 18 0 1 15 36 4 1 8 83
地球科学情報研究部門 25 0 0 22 2 18 2 6 75
地圏資源環境研究部門 15 0 0 7 1 4 1 2 30
海洋資源環境研究部門 22 0 0 29 2 10 3 9 75
エネルギー利用研究部門 7 0 0 8 0 1 2 3 21
電力エネルギー研究部門 18 0 0 17 1 8 1 2 47
環境管理研究部門 13 0 0 10 0 17 0 1 41
環境調和技術研究部門 6 0 1 5 0   3 1 16
情報処理研究部門 1 0 0 0 0 5 0 0 6
知能システム研究部門 9 0 0 5 0   2 1 17
エレクトロニクス研究部門 17 0 1 3 1 1 0 3 26
光技術研究部門 21 0 0 9 0 2 0 1 33
人間福祉医工学研究部門 10 0 0 2 2 0 2 0 16
脳神経情報研究部門 11 0 1 0 0 9 0 2 23
物質プロセス研究部門 5 0 0 2 2 4 0 0 13
セラミックス研究部門 5 0 0 4 0 0 3 2 14
基礎素材研究部門 12 0 2 35 1 5 1 11 67
機械システム研究部門 3 0 0 8 0 0 1 2 14
ナノテクノロジー研究部門 33 0 1 3 0 11 0 7 55
計算科学研究部門 7 0 0 0 0 19 0 1 27
生物機能工学研究部門 37 0 1 13 4 7 4 5 71
人間系特別研究体 8 1 3 8 0 2 0 1 23
生活環境系特別研究体 13 0 4 20 1 4 1 3 46
薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1 0 0 0 0 0 0 0 1
ライフエレクトロニクス研究ラボ 4 0 0 5 0 1 0 1 11
メンブレン化学研究ラボ 0 0 3 7 0 0 0 0 10
マイクロ空間化学研究ラボ 0 0 0 1 0 0 0 0 1
先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 2 1 0 0 0 0 0 0 3
極微プロファイル計測研究ラボ 0 0 0 1 0 0 0 0 1
ジーンファンクション研究ラボ 0 0 0 0 0 0 0 0 0
単一分子生体ナノ計測研究ラボ 0 2 0 0 0 0 0 1 3
循環バイオマス研究ラボ 0 0 1 1 1 0 3 0 6
システム検証研究ラボ 1 0 0 2 0 0 0 0 3
フェロー 3 0 0 0 0 1 0 0 4
その他部門等 28 2 1 81 9 24 16 10 171

合   計 474 12 32 399 74 182 63 110 1,346 
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10）産業技術連携推進会議 

 約170の鉱工業系公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関の総合能力

を 高度に発揮させ、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上を図り、我が国の産業の発展に貢献

するために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 同会議では技術分野別に9部会を設け、部会傘下の分科会・研究会・地域部会で産業技術関連情報の相互提供、戦

略の検討、活動状況及び活動成果の情報発信等を行っている。また、経済産業局ブロック毎に、地域産業技術連携推

進会議も設置している。これは経済産業局に事務局を置き、産総研の各地域センターが協力し、地域関連施策との連

携強化を図っている。これらの活動状況は次のとおり。 

 

平成15年度産業技術連携推進会議開催実績数 

総会・企画調整委員会 2

北海道地域産業技術連携推進会議 2

東北地域産業技術連携推進会議 1

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 3

東海北陸地域産業技術連携推進会議 1

近畿地域産業技術連携推進会議 3

中国地域産業技術連携推進会議 2

四国地域産業技術連携推進会議 1

九州地域産業技術連携推進会議 3

機械・金属部会 22

物質工学部会 17

窯業部会 12

資源・エネルギー・環境部会 11

生命工学部会 8

情報・電子部会 15

繊維部会 14

福祉技術部会 8

知的基盤部会 5

合計 125

 

 

11）知的財産 

産総研平成15年度特許関連統計 

出願件数  1,526件 
国内特許 

登録件数   378件 

出願件数   325件 
国外特許 

登録件数   121件 

実施契約件数   394件 実施 

（国内＋国外） 実施料   401百万円
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平成15年度ユニット別出願件数（国内・外国出願） 

15年度国内出願件数 15年度外国出願件数 15年度外国権利数 
研究ユニット 

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

深部地質環境研究センター 4   4 1   1 1 1 2

活断層研究センター     0     0     0

化学物質リスク管理研究センター     0     0     0

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 7   7 2 3 5 2 3 5

ライフサイクルアセスメント研究センター 1   1     0     0

パワーエレクトロニクス研究センター 10 4 14 4 1 5 4 1 5

生命情報科学研究センター 5 2 7 4 3 7 4 3 7

生物情報解析研究センター 5 10 15   1 1 2 1 3

ティッシュエンジニアリング研究センター 14 10 24 8 3 11 8 5 13

ヒューマンストレスシグナル研究センター 9 7 16 1   1 1   1

強相関電子技術研究センター 4 12 16     0     0

次世代半導体研究センター 14 8 22 4 8 12 4 6 10

サイバーアシスト研究センター  18 5 23 2 3 5 2 3 5

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 8 3 11 1   1 1   1

ものづくり先端技術研究センター 6 2 8   1 1     0

高分子基盤技術研究センター 14 11 25 3   3 3   3

光反応制御研究センター 14 2 16     0     0

新炭素系材料開発研究センター 9 3 12   1 1   1 1

シナジーマテリアル研究センター 18 6 24 8   8 7   7

超臨界流体研究センター 36 4 40 11   11 7   7

スマートストラクチャー研究センター 8 4 12 4 2 6 4 2 6

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 14 1 15   1 1   2 2

グリッド研究センター 4 7 11     0     0

爆発安全研究センター   2 2     0     0

糖鎖工学研究センター 4 7 11 2   2 2 9 11

年齢軸生命工学研究センター 4 2 6 1   1 1   1

技術と社会研究センター     0     0     0

デジタルヒューマン研究センター 7 4 11     0     0

近接場光応用工学研究センター 1 8 9     0     0

ダイヤモンド研究センター 6   6     0     0

バイオニクス研究センター 27 4 31     0 3   3

ジーンファンクション研究センター 8   8 1   1 1   1

計測標準研究部門 31 9 40 11   11 7   7

計測標準研究部門 量子放射科     0     0     0

地球科学情報研究部門     0     0     0

地圏資源環境研究部門 5   5     0     0

海洋資源環境研究部門 19 5 24 2 1 3 2 1 3

エネルギー利用研究部門 34 8 42   3 3   2 2

電力エネルギー研究部門 26 7 33 6 1 7 6 2 8

環境管理研究部門 24 18 42 5 3 8 5 3 8

環境調和技術研究部門 63 34 97 5 5 10 4 4 8

情報処理研究部門 5 5 10 1 1 2 1 1 2

知能システム研究部門 39 12 51 11 3 14 11 2 13

エレクトロニクス研究部門 34 13 47 14 3 17 11 4 15

光技術研究部門 47 25 72 7 14 21 7 11 18

生物遺伝子資源研究部門 1   1   2 2       

人間福祉医工学研究部門 27 9 36 3   3 8 1 9

脳神経情報研究部門 9 2 11 1   1 2   2

物質プロセス研究部門 28 12 40 4 2 6 3 3 6

セラミックス研究部門 53 18 71 13 10 23 6 6 12

基礎素材研究部門 56 28 84 23 7 30 18 8 26
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15年度国内出願件数 15年度外国出願件数 15年度外国権利数 
研究ユニット 

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

機械システム研究部門 34 19 53 8 1 9 9 1 10

ナノテクノロジー研究部門 27 39 66 3 12 15 2 6 8

計算科学研究部門 2   2 1   1 1   1

生物機能工学研究部門 39 26 65 8 3 11 11 4 15

人間系特別研究体 31 9 40 6 2 8 4 2 6

生活環境系特別研究体 40 41 81 12 10 22 9 8 17

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 2 7 9     0     0

デジタルヒューマン研究ラボ 2   2 1   1 1   1

ライフエレクトロニクス研究ラボ 3 1 4   1 1   1 1

次世代光工学研究ラボ   2 2 1 1 2 1 2 3

微小重力環境利用材料研究ラボ     0     0     0

純度制御材料開発研究ラボ     0     0     0

メンブレン化学研究ラボ 33 3 36     0     0

マイクロ空間化学研究ラボ 6   6 4   4 4   4

先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 6 1 7   2 2   2 2

極微プロファイル計測研究ラボ 2 3 5 2   2 2   2

ジーンファンクション研究ラボ 4 4 8     0     0

単一分子生体ナノ計測研究ラボ 3 1 4     0     0

循環バイオマス研究ラボ 11 3 14     0     0

システム検証研究ラボ     0 1   1 1   1

フェロー 1   1     0     0

フェロー 3   3 1   1 1   1

特許生物寄託センター 2   2     0     0

ベンチャー開発戦略研究センター 2   2     0     0

技術情報部門   1 1     0     0

合 計 1,033 493 1,526 211 114 325 194 111 305
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(12) 成果普及部門 
  （Public Relations Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第3、つくば中央第7、 

    つくば中央第1 

人 員：132（93）名 

概 要：成果普及部門は、ホームページ、広報誌、パン

フレット、講演会、所内公開、イベント出展、見学、報

道発表等の広報活動を通じ、広く国民に対して研究所全

体の研究成果を分かりやすい情報として提供するととも

に、研究成果に関するデータベースの整備・発信、地質

調査等に基づく地質図の作製や火山・地震などの地球科

学情報の整備・発信、地質標本の保存・展示、国家計量

標準の整備・供給・啓蒙活動、計量技術者育成のための

計量教習、さらには研究成果を JIS や ISO 等の工業標

準化へ展開するための活動や標準化を目的とした研究実

施のための支援活動など、生活に密着した知的基盤情報

を使い易い形に整理し直して、広く産業界、工業界など

に提供している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［成果普及部門］ 部門長 古橋 政樹 

   研究広報監 玉田 紀治 

   総括主幹  鈴木 孝和 

   部門総括  伊東 一明 他 

  ［広報出版部］ 部長 （兼）伊東 一明 

   ［広報室］  室長 （兼）伊東 一明 他 

   ［出版室］  室長 阿刀田冨美枝 他 

  ［研究成果情報部］ 部長 金沢 康夫 他  

   ［データ調査整備室］ 室長 濱崎 陽一 他 

   ［成果普及室］ 室長 片山 澄子 他 

  ［地質調査情報部］ 部長 湯浅 真人 

            総括主幹 早川加代子 他 

   ［地質調査推進室］ 室長 牧本 博 他 

   ［地質調査管理室］ 室長 古宇田亮一 

             総括主幹 曽屋真紀子 他 

  ［計量標準管理部］ 部長 中野 英俊 

            総括主幹 滝田 哲雄 他 

   ［計量行政調査室］ 室長 井原 俊英 他 

   ［標準供給保証室］ 室長 (兼)小池 昌義 他 

  ［工業標準部］ 部長 山内 徹 

   ［工業標準企画室］ 室長 瀬戸 和吉 他 

   ［工業標準整備室］ 室長 釜土 祐一 他 

  ［地質標本館］ 館長 青木 正博 

          総括主幹 田代 寛 他 

  ［計量研修センター］ 

        センター長 秦 勝一郎 

        副センター長 （兼）滝田 哲雄 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

広報出版部（Information & Publication Division） 

（つくば中央第3） 

概 要：広報出版部は、技術情報部門、産学官連携部門、

研究実施部門等との連携・協力体制のもとに、産総研全

般に係わる研究成果、活動状況を出版、講演、研究所公

開、見学、報道発表等を通じて、広く社会に発信してい

る。 

 

広報室（Information Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：広報室は、報道発表、講演会・研究所公開等の

催し物、見学などの広報活動に係る業務を行っている。 

 

出版室（Publication Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：出版室は、広報誌、刊行物その他印刷物の編集、

発行、頒布、及び広報のための映像、画像の作製に関す

る義務を行っている。 

 

研究成果情報部（Research Information Division） 

（つくば中央第3） 

概 要：研究成果情報部は、研究成果の普及のため、産

総研内の研究成果・知的基盤・研究者人材に係わる情報

のデータベース化と管理、及び産総研公式ホームページ

等の企画・作成を行い、所内外の情報ネットワークを通

じてこれら情報を提供している。 

 

データ調査整備室（Research Database Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：データ調査整備室は、研究成果発表・研究者人

材・年報等の情報に関する DB 化の企画と整備、各研究

ユニット等が作成している研究情報公開 DB の一般公開

に向けたとりまとめと重点化施策、及び依頼試験と分析

並びに研究所の設備使用の外部窓口に関する業務を行っ

ている。 

 

成果普及室（AIST Web Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：成果普及室は、産総研公式ホームページ・メー

ルマガジンからの 新研究成果等の発信、コンテンツの

企画・作成、旧工業技術院各研究所ホームページを含め

たアーカイブ・データの整理、ウエブマスター宛の問い

合わせの対応に関する業務を行っている。 

 

地質調査情報部（Geoinformation Division） 

（つくば中央第7） 

概 要：地質調査情報部は、産総研の「地質の調査」業

務に係わる研究部門・センター・関連部署との密接な連

携のもとに、国内外の地質・地球科学情報の基盤整備を

行うとともに、地質・地球科学に関する成果と整備され
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た情報を多面的・効果的に発信・普及していく役割を担

っている。 

 

地質調査推進室 

（Geological Survey Promotion Office） 

（つくば中央第7） 

概 要：地質調査推進室は、産総研の「地質の調査」業

務に関わる所内の連携を推進し、地質・地球科学に関す

る成果の出版・管理及び普及に関する業務を行っている。 

 「地質の調査」業務に係わる研究部門、研究センター、

国際地質協力室、地質標本館等と連携し、関係組織間の

連絡会議・各種推進部会・委員会の運営に関することの

ほか、関連する外部の委員会や機関・団体への対応窓口

として機能している。 

 研究部門・センターで作成された地質図・地球科学図

の出版、研究報告書の編集と出版、数値地質図やデータ

集の CD-ROM 出版、及び「地質ニュース」の編集協力

を行っている。 

 地質標本館と協力して地質情報展の開催、地質関連イ

ベントへの参加等の活動を行うとともに、産業界、学界、

地方自治体等との交流・連絡を強化し、地域のニーズに

応えるよう努めている。国民への成果普及については、

特に国民のニーズ調査を行い、成果発信にフィードバッ

クしていく。 

 また、火山噴火や地震など突発的な地質災害が起きた

ときには緊急対策室を組織し、緊急調査の実施、迅速な

情報収集と発信を行う。 

 

地質情報管理室 

（Geoinformation Administration Office） 

（つくば中央第7） 

概 要：地質情報管理室は、地質・地球科学情報の系統

的整備業務を目的として、地質データ・資料について情

報基盤整備を行い、地質情報の数値化と標準化整備業務

を促進している。 

 国内外の多くの機関との文献交換等による地質文献資

料を収集し、その管理・提供を行い、日本地質文献デー

タベース（GEOLIS）と日本・世界地質図索引図検索デ

ータベースの公開・維持管理を行っている。 

 各研究ユニットで作成された地質図と関連情報の校

正・編集及び発信を担当するとともに、地質表記等の地

質情報の標準化整備、地質図・地形測量や地質・地球科

学に係わる知識・技術・成果を数値化し、ファクトデー

タベースとして整備・提供している。又、富士火山変動

等の危ぶまれる火山の地形変動観測を軸に、機動的な情

報収集・発信にも資する。 

 平成15年度は、地質情報を系統的に収集・管理・提供

して国内外との地質情報交換を進めた。地形図・デジタ

ル地形データの効率的収集・管理・提供を行った。世界

地理座標系との整合をとりつつ地質図・地球科学情報の

電子化を推進した。地質情報標準の国内外調査・整備・

管理と GIS 技術の普及をはかり、ますます重要性を深

める政府クリアリングハウスや東アジア各国へのメタデ

ータ提供・環境整備を実務として担い、関係国際会議等

に尽力した。 

 

計量標準管理部（Metrology Management Division） 

（つくば中央第3－9） 

概 要：計量標準は円滑な国際通商を実現するために不

可欠であり、さらに産業技術や研究開発の技術基盤であ

るとともに、環境・安全を評価するための技術基準を与

えるなど、我々の生活に密着したものである。 

 社会に必要とされる計量標準を的確に把握してその整

備・普及の方向性を見出し、標準の供給を的確に行うと

共に、計量標準に係わる活動の成果を社会に広く普及し

ていく役割を担っている。 

 

計量行政調査室（Policy and Planning Office） 

（つくば中央第3－9） 

概 要：計量標準の開発や供給を欧米先進国並みに充実

させるため、研究実施部門と緊密に連携して、計量標準

整備計画の策定、維持、改善を図るとともに、新しい計

量標準に関する研究成果の発信を講演会、ポスターセッ

ション、モノグラフなどを通して行っている。 

 また、計量標準に係わる活動内容や研究成果などを広く

普及させるため、ホームページ、ビデオ、展示会、パンフ

レット等、様々な広報活動の企画・運営を行っている。 

 

標準供給保証室（Service and Quality Office） 

（つくば中央第3－9） 

概 要：産総研の成果である多岐にわたる計測標準の供

給事務（申請書受付、証明書類発行など）を一元的に行

うとともに、その信頼性を保証するために必要な、

ISO/IEC17025、ガイド34に基づいた品質システムの支

援業務を行う。 

 標準供給業務としては、次のものがある。 

 ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 

 ・特定計量器の型式承認試験 

 ・特定二次標準器の校正 

 ・特定副標準器の校正 

 ・JCSS 認定事業に係わる技能試験 

 ・研究成果品および認証標準物質の頒布 

 ・その他計量に係わる試験・校正サービス 

 

工業標準部（Industrial Standards Division） 

（つくば中央第3） 

概 要：工業標準部は、産業技術総合研究所の研究ポテ

ンシャルを活用することにより、我が国の工業標準化に

貢献することを目的とし、その実現ため「産総研・工業

標準化戦略」「産総研工業標準化ポリシー」を制定し、
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工業標準化活動に組織的に取り組んでいる。社会ニーズ

や、行政からの要請に基づいた、標準基盤研究や標準情

報（TR）化研究の実施を始め、平成15年度からは新た

にエネルギー・環境技術標準基盤研究を受託・実施し、

国内・国際標準化活動への貢献等を通じて、工業標準化

の実現に向けた活動を行っている。 

 また、「くらしと JIS センター」を運営管理し、高齢

者・障害者に配慮した標準化研究を実施するとともに、

一般の方に工業標準化の意義や概要を分かりやすく紹介

するため、「JIS パビリオン」への見学者の受入れを行

っている。 

 

工業標準企画室 

（Industrial Standards Planning Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：工業標準化研究テーマの選定や研究進捗状況、

成果の管理及び産総研における標準化活動に対する支援

に関する業務、くらしと JIS センターの運営・管理を

行っている。 

 

工業標準整備室 

（Industrial Standards Management Office） 

（つくば中央第3） 

概 要：産総研の研究成果の規格化に関する支援業務、

工業標準に関する技術専門家（委員等）の産総研内外へ

の推薦や派遣に関する業務を行っている。 

 

地質標本館（Geological Museum） 

（つくば中央第7） 

概 要：地質標本館は、日本で唯一の地学専門の総合博

物館である。地質標本だけでなく地学全般と地球の歴

史・メカニズム、人間との関わりについて分かりやすく

展示を行うとともに、地球科学に関する知識と情報を普

及するための展示会、講演会などのイベントを行ってい

る。また、平成13年7月20日から土・日・祝日の開館を実

施し、利用者への利便を図っている。さらに、地質相談

業務、試料調製業務、並びに地質標本の整備・管理も行

っている。 

 

計量研修センター（Metrology Training Center） 

（つくば中央第1） 

概 要：計量研修センターは、都道府県・特定市の計量

行政公務員の研修及び民間の計量技術者に対して一般計

量士、環境計量士の資格付与を行うため、一般計量の教

習、環境計量の教習を企画・実施する研修機関である。

前身は、1952年に当時の通商産業省傘下に創設された計

量教習所で、3年前に独立行政法人化し、産総研に合流し

た。 

 年間約800人の研修生を迎えて、一般計量教習、一般計

量特別教習､環境計量特別教習、短期計量教習、環境計量

講習(濃度)、環境計量講習（騒音・振動関係）、および地

方公務員のための特別教習などの教習を企画し実施して

いる。また、計量標準に関わる校正事業者認定制度の品

質システム審査員研修、技術者研修などを実施している。 

 

１）報道関係 
平成15年度プレス発表件数(ユニット別) 

ユニット名 発表件数

企画本部 5

活断層研究センター 2

化学物質リスク管理研究センター 1

次世代半導体研究センター 5

サイバーアシスト研究センター  1

シナジーマテリアル研究センター 2

超臨界流体研究センター 1

スマートストラクチャー研究センター 1

グリッド研究センター 1

年齢軸生命工学研究センター 1

技術と社会研究センター 1

近接場光応用工学研究センター 2

ダイヤモンド研究センター 1

バイオニクス研究センター 2

ジーンファンクション研究センター 1

計測標準研究部門 4

地球科学情報研究部門 1

海洋資源環境研究部門 1

電力エネルギー研究部門 2

環境管理研究部門 2

情報処理研究部門 2

知能システム研究部門 5

エレクトロニクス研究部門 6

光技術研究部門 4

人間福祉医工学研究部門 5

脳神経情報研究部門 1

物質プロセス研究部門 2

セラミックス研究部門 6

基礎素材研究部門 3

機械システム研究部門 1

ナノテクノロジー研究部門 2

生物機能工学研究部門 3

人間系特別研究体 3

生活環境系特別研究体 3

メンブレン化学研究ラボ 1

ジーンファンクション研究ラボ 1

単一分子生体ナノ計測研究ラボ 1

ベンチャー開発戦略研究センター 2

産学官連携部門 5

成果普及部門 5

合     計 98

※複数の研究ユニットの共同プレス発表４件を各々含む。 

作成にあたっての考え方 

・複数の研究ユニットによる共同のプレス発表はそれぞれ個別

にカウントした。 

・地方センター名でのイベント等のプレス発表は、産学官連携

部門に含めた。 

・複数名での監理関連部門のプレス発表（イベント等）は案件

毎に判断した。 

・新組織に移行している研究ユニット、管理関連部門があるが、

発表当時の組織名で掲載した。 
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平成15年度取材対応件数（ユニット別） 

 

ユニット名 件数 ユニット名 件数
理事 5 海洋資源環境研究部門 27
研究コーディネータ 3 エネルギー利用研究部門 23
企画本部 6 電力エネルギー研究部門 18
評価部 1 環境管理研究部門 14
深部地質環境研究センター 11 環境調和技術研究部門 6
活断層研究センター 24 情報処理研究部門 10
化学物質リスク管理研究センター 11 知能システム研究部門 89
フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 1 エレクトロニクス研究部門 31
ライフサイクルアセスメント研究センター 5 光技術研究部門 18
パワーエレクトロニクス研究センター 1 人間福祉医工学研究部門 49
生命情報科学研究センター 2 脳神経情報研究部門 5
生物情報解析研究センター 1 物質プロセス研究部門 5
ティッシュエンジニアリング研究センター 24 セラミックス研究部門 19
ヒューマンストレスシグナル研究センター 18 基礎素材研究部門 31
強相関電子技術研究センター 2 機械システム研究部門 10
次世代半導体研究センター 11 ナノテクノロジー研究部門 20
サイバーアシスト研究センター 31 生物機能工学研究部門 21
マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1 先進製造プロセス研究部門 3
ものづくり先端技術研究センター 15 エネルギー技術研究部門 1
高分子基盤技術研究センター 1 人間系特別研究体 7
光反応制御研究センター 5 生活環境系特別研究体 6
新炭素系材料開発研究センター 3 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 2
シナジーマテリアル研究センター 1 ライフエレクトロニクス研究ラボ 6
超臨界流体研究センター 9 メンブレン化学研究ラボ 7
界面ナノアーキテクトノニクス研究センター 7 マイクロ空間化学研究ラボ 9
グリッド研究センター 27 先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 2
爆発安全研究センター 6 単一分子生体ナノ計測研究ラボ 7
糖鎖工学研究センター 14 循環バイオマス研究ラボ 4
年齢軸生命工学研究センター 4 ベンチャー開発戦略研究センター 20
デジタルヒューマン研究センター 11 技術情報部門 2
近接場光応用工学研究センター 7 産学官連携部門 78
ダイヤモンド研究センター 2 成果普及部門 12
バイオニクス研究センター 4 業務推進部門 1
ジーンファンクション研究センター 1 研究環境整備部門 2
計測標準研究部門 48 北海道センター 1
地球科学情報研究部門 49 関西センター 1
地圏資源環境研究部門 14 合   計 953
 

平成15年度マスコミ等報道数 

新聞 1,496

朝日新聞 54

読売新聞 47

毎日新聞 46

産経新聞 32

日本経済新聞 164

日刊工業新聞 290

日本工業新聞 175

日経産業新聞 191

化学工業日報 173

科学新聞 72

電波新聞 13

 

他 239

雑誌等刊行物 176

TV／ラジオ  121

NHK 52 

民放 他 69

WEBその他 103

合  計 1,896
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2
0
0
3/
6
/1
6

2
0
0
3/
6
/1
6

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
8
7回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
6
/1
8

2
0
0
3/
6
/1
8

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

ヒ
ュ

ー
マ

ン
ス

ト
レ

ス
シ

グ
ナ

ル
研

究
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
（

社
）

人
間

生
活

工
学

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

「
人

間
行

動
適

合
型

生
活

環
境

創
出

シ
ス

テ
ム

技

術
」

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
移

動
行

動
適

合
化

技
術

 
成

果
報

告
会

 
 

2
0
0
3/

6
/1

9
2
0
0
3/

6
/1

9
大

阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
基

礎
融

合

棟
会

議
室

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
1回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
6
/2
0

2
0
0
3/
6
/2
0

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合

研
究

所
中

部
セ

ン
タ

ー
東

海
も

の
づ

く
り

創
生

協
議

会
財

団
法

人
科

学
技

術
交

流
財

団
 
 

第
4
3回

新
技

術
動

向
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
6
/2
3

2
0
0
3/
6
/2
3

愛
知
県

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
3
階

第
1会

議
室

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
4回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
6
/2
3

2
0
0
3/
6
/2
3

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

ベ
ン

チ
ャ

ー
開

発
戦

略
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
主

催
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
ベ

ン
チ

ャ
ー

開
発

戦

略
研

究
セ

ン
タ

ー
、

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
、

経
済

産
業

省
中

部
経

済
産

業
局

協
力

：
東

海
も

の
づ

く
り
創
生

協
議
会

 
 

新
産

業
創

出
の

た
め

の
技

術
経

営
セ

ミ
ナ

ー
 

～
中

部
地

域
産

業
活

性
化

の
た

め
の

産
総

研
ベ

ン
チ

ャ

ー
・

技
術

経
営

セ
ミ

ナ
ー

～
 
 

2
0
0
3/
6
/2
4

2
0
0
3/
6
/2
4

愛
知
県

 
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

 

3
階

大
会

議
室

 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
 

主
催

 
基

礎
素

材
研

究
部

門
 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

20
0
3 
 

2
0
0
3/
6
/2
4

2
0
0
3/
6
/2
4

愛
知

県
 

名
古

屋
国

際
会

議
場

 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
 

主
催

 
基

礎
素

材
研

究
部

門
 
 

Th
e 

4
th

 A
IS

T-
IS

E
M

 a
nd

 K
IM

M
 J

oi
nt

 
Sy

m
po

si
um

 o
nA

dv
an

ce
d 

M
at

er
ia

ls
 a

nd
 

Pr
oc

es
si

ng
 
 

2
0
0
3/
6
/2
5

2
0
0
3/
6
/2
5

愛
知
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 

中
部

セ
ン

タ
ー

 
 

生
物

機
能

工
学

研
究

部
門

 
主

催
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 
 

バ
イ

オ
ウ

ィ
ー

ク
 
in

 S
ap

po
ro
 
2
0
03

 
(
シ

ン
ポ

ジ

ウ
ム
)
ゲ

ノ
ム

と
生

物
機

能
 

-
Fr

om
 R

N
A 

to
 p

ro
te

in
-
 
 

2
0
0
3/
7
/1

2
0
0
3/
7
/3

北
海

道
 

札
幌

全
日

空
ホ

テ
ル

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
3回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
7
/2

2
0
0
3/
7
/2

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

光
技

術
研

究
部

門
 

広
帯

域
量

子
放

射
技

術
グ

ル
ー

プ
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 
光

技
術

研
究

部
門

、
ラ

イ

フ
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
ラ

ボ
 
 

“
色

彩
研

”
第

1
回

研
究

会
『

色
の

規
格

化
・

標
準

化
は

如
何

に
あ

る
べ

き
か

（
1
）』

 
 

2
0
0
3/
7
/3

2
0
0
3/
7
/3

大
阪

府
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

関
西

セ
ン

タ
ー

 
 



  

(758) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

研
究

部
門

 
機

能
集

積
シ

ス
テ

ム
グ

ル
ー

プ
 
 

共
催

 
第

1
6
回

国
際

真
空

マ
イ

ク
ロ

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

会

議
組

織
委

員
会

 
 

第
1
6
回

国
際

真
空

マ
イ

ク
ロ

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

会

議
 
 

2
0
0
3/

7
/7

2
0
0
3/

7
/1

1
大

阪
府

 
千

里
ラ

イ
フ

エ
レ

ク
ト

ロ

ニ
ク
ス
セ

ン
タ
ー

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
5回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
7
/7

2
0
0
3/
7
/7

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
財

団
法

人
 
中

国
技

術
振

興
セ

ン
タ

－
 
 

特
別

公
開

講
演

会
「

技
術

開
発

か
ら

事
業

化
へ

」
 
 

2
0
0
3/
7
/1
1

2
0
0
3/
7
/1
1

広
島
県

 
八

丁
堀
シ

ャ
ン
テ

 
 

光
技
術
研

究
部
門

  
共

同
主

催
 
技

術
研

究
組

合
 

フ
ェ

ム
ト

秒
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
研

究

機
構

(
FE

ST
A
)
、

(
独

)
産

業
技

術
総

合
研

究
所

(
A

IS
T)

、
（
独
）
通

信
総

合
研

究
所

（
C

R
L）

 
 

日
欧

米
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 

超
高

速
フ

ォ
ト

ニ
ッ

ク
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
 
 

2
0
0
3/
7
/1
5

2
0
0
3/
7
/1
5

千
葉
県

 
幕

張
メ

ッ
セ

国
際

会
議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体

 
 

2
0
0
3
年

度
第

5
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

7
/1

6
2
0
0
3/

7
/1

6
北

海
道

 
地

質
調

査
連

携
室

  

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
メ

ン
ブ

レ
ン

化
学

研
究

ラ

ボ
 
 

メ
ン

ブ
レ

ン
化

学
研

究
ラ

ボ
講

演
会

  
2
0
0
3/
7
/1
6

2
0
0
3/
7
/1
6

宮
城

県
 

産
総

研
東

北
セ

ン
タ

ー
 

講
堂

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
6回

人
間

系
特

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/
7
/1
7

2
0
0
3/
7
/1
7

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
光

反
応

制
御

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
・

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
太

陽
エ

ネ
ル

ギ
ー

変
換

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

7
/2

3
2
0
0
3/

7
/2

3
茨

城
県

 
2
号

館
6階

会
議

室
  

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

テ
ー

ラ
ー

ド
リ

キ
ッ

ド
ソ

ー
ス

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

協
賛

 
日

本
ゾ

ル
-ゲ

ル
学

会
 
 

日
本

ゾ
ル

-ゲ
ル

学
会

第
1
回

討
論

会
  

2
0
0
3/
7
/2
4

2
0
0
3/
7
/2
5

愛
知

県
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
中

部
セ

ン
タ

ー
大

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

共
催

 
高

温
学

会
四

国
支

部
 
 

先
進

も
の

づ
く

り
技

術
講

演
会

 
 

2
0
0
3/
7
/2
5

2
0
0
3/
7
/2
5

香
川

県
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

－
講

堂
 
 

糖
鎖

工
学

研
究

セ
ン

タ
ー

 
共

催
 

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
開

発
技

術
研

究
組

合
 
 

ゲ
ノ

ム
イ

ン
フ

ォ
マ

テ
ィ

ク
ス

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
成

果
報

告
会

 
 

2
0
0
3/

7
/2

5
2
0
0
3/

7
/2

5
東

京
都

 
虎

ノ
門

パ
ス

ト
ラ

ル
（

東

京
農

林
年

金
会

館
）

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
7回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
7
/2
5

2
0
0
3/
7
/2
5

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
日

本
エ

ア
ロ

ゾ
ル

学
会

 
 

第
2
0回

日
本

エ
ア

ロ
ゾ

ル
科

学
技

術
研

究
討

論
会

 
 

2
0
0
3/
7
/2
8

2
0
0
3/
7
/3
1

茨
城

県
 

産
総

研
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

共
用

講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
－

 
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

 

－
産

総
研

研
究

紹
介

シ
リ

ー
ズ

 
第

3
回

（
産

総
研

の
環

境
関

連
研

究
）

－
 
 

2
0
0
3/
8
/5

2
0
0
3/
8
/5

香
川

県
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
 

講
堂

 
 

新
炭

素
系

材
料

開
発

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

共
催

 
日

本
工
業

大
学
・
産

総
研

・
 

A
ub

ur
n 

U
ni

ve
rs

ity
・

ニ
ュ

ー
ダ

イ
ヤ

モ
ン

ド
フ

ォ
ー
ラ
ム

・
N

A
SA

 

A
D

C
/F

C
T 

2
0
0
3 
(
A

pp
lie

d 
D

ia
m

on
d 

C
on

fe
re

nc
e/

Fr
on

tie
r 

C
ar

bo
n 

Te
ch

no
lo

gy
 

Jo
in

t C
on

fe
re

nc
e)

 
 

2
0
0
3/
8
/1
8

2
0
0
3/
8
/2
1

茨
城
県

 
つ

く
ば

国
際

会
議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

共
催

 
日

本
海

水
学

会
西

日
本

支
部

、
財

団
法

人
日

本
産

業

技
術

振
興

協
会

 
 

「
海

水
の

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

技
術

」
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 
 

2
0
0
3/
8
/2
1

2
0
0
3/
8
/2
2

香
川

県
 

四
国

電
力

㈱
総

合
研

修
所

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(759) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

高
分

子
基

盤
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
（

社
）

高
分

子
学

会
（

独
）

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

2
0
0
3
年

度
第

1
回

な
の

高
分

子
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

「
ゆ

っ
く

り
ナ

ノ
テ

ク
、

全
容

が
わ

か
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
」

 
 

2
0
0
3/
8
/2
9

2
0
0
3/
8
/3
0

静
岡
県

 
東

レ
総

合
研

修
セ

ン
タ

ー
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の
他

 
九

州
経

済
産

業
局

、
（

財
）

九
州

産
業

技
術

セ
ン

タ

ー
、

九
州

半
導

体
イ

ノ
ベ

－
シ

ョ
ン

協
議

会
 
 

バ
イ

オ
IT

融
合

分
野

の
技

術
セ

ミ
ナ

ー
 

～
新

た

な
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
を

探
る

～
 
 

2
0
0
3/
9
/1

2
0
0
3/
9
/1

福
岡

県
 

ハ
イ

ア
ッ

ト
リ

ー
ジ

ェ
ン

シ
ー
福
岡

 

リ
ー

ジ
ェ

ン
シ

ー
Ⅱ

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
－

 
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

 

－
産

総
研

紹
介

シ
リ

－
ズ

第
4
回

－
（

産
総

研
の

環

境
関

連
研

究
－

そ
の

2
）

 
 

2
0
0
3/
9
/2

2
0
0
3/
9
/2

香
川

県
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
 

講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の

他
 

（
財

）
佐

賀
県

地
域

産
業

支
援

セ
ン

タ
－

 
 

平
成

1
5年

度
第

1回
佐

賀
新

技
術

フ
ォ

ー
ラ

ム
 
 

2
0
0
3/
9
/4

2
0
0
3/
9
/4

佐
賀

県
 

マ
リ

ト
ピ

ア
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
01

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
2
0
0
3/
9
/8

2
0
0
3/
9
/8

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の
他

 
九

州
材

料
加

工
合

同
研

究
会

（
九

州
内

の
8
大

学
、

7

県
の
工
業

技
術
セ

ン
タ

－
、

4
0
の

企
業

で
構

成
）

 

幹
事

 

九
州

材
料

加
工

合
同

研
究

会
 

第
7回

講
演
会

 
 

2
0
0
3/
9
/1
2

2
0
0
3/
9
/1
2

福
岡
県

 
（

独
）

産
業

技
術

総
合

研

究
所

 
九

州
産

学
官

連
携

セ
ン
タ
ー

 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
計

量
標

準

セ
ン

タ
ー

（
20
03

分
析

展
の

主
催

：
（

社
）

日
本

分

析
機
器
工

業
会
）

 
 

2
0
03

分
析

展
 

第
8
回

N
M

IJ
セ

ミ
ナ

ー
「

新
規

N
M

IJ
標

準
物

質
と

高
精

度
分

析
法

」
 
 

2
0
0
3/
9
/1
2

2
0
0
3/
9
/1
2

千
葉

県
 

幕
張

メ
ッ

セ
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
8回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
9
/1
2

2
0
0
3/
9
/1
2

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

基
礎

融
合

材
料

実
験

棟
・

2
階

多
目

的
ホ

ー
ル

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
(
社

)
日

本
心

理
学

会
、

注
意

と
認

知
研

究
会

 
 

Th
ir

d 
In

te
rn

at
io

na
l W

or
ks

ho
p 

on
 A

tt
en

tio
n 

an
d 

C
og

ni
tio

n 
  

2
0
0
3/
9
/1
6

2
0
0
3/
9
/1
6

東
京
都

 
臨

海
副

都
心

セ
ン

タ
ー

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
お

よ
び

つ
く

ば
脳

神
経

情
報

研

究
部

門
ジ

ョ
イ

ン
ト

セ
ミ

ナ
ー

 
 

第
1
00

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

9
/1

7
2
0
0
3/

9
/1

7
大

阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

生
命

情
報

科
学

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
催

 
特

定
非

営
利

活
動

法
人

メ
ッ

ト
リ

ン
ク

 
 

バ
イ

オ
・

先
端

医
療

講
座

 
 

2
0
0
3/
9
/1
9

2
0
0
4/
3
/1
0

東
京

都
 

専
修

大
学

大
学

院
（

神
田

校
舎

7
号

館
）

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体

 
 

2
0
0
3
年

度
第

6
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

9
/2

4
2
0
0
3/

9
/2

4
北

海
道

 
産

学
官

連
携

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
9
9回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
9
/2
6

2
0
0
3/
9
/2
6

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
生

物
関

連
高

圧
研

究
会

 
 

生
物

関
連

高
圧

研
究

会
第

13
回

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/
9
/2
9

2
0
0
3/
9
/3
0

茨
城

県
 

産
総

研
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

共
用

講
堂

 
 

強
相

関
電

子
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

  

共
同
主
催

 
A

IS
T 

強
相

関
電

子
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 

（
C

E
R

C
）

JS
T 

ス
ピ

ン
超

構
造

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 

（
E

R
AT

O
）

 
 

Th
e 

2
0
03

 
C

E
RC

/E
R

AT
O

-S
SS

 
In

te
rn

at
io

na
l W

or
ks

ho
p 

on
 &

qu
ot

; P
ha

se
 

C
on

tr
ol

 o
f C

or
re

la
te

d 
E

le
ct

ro
n 

Sy
st

em
s.

&
qu

ot
;
 
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1

2
0
0
3/
1
0/
4

 
強

相
関

電
子

技
術

研
究

セ

ン
タ
ー

 
 



  

(760) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

生
命

情
報

科
学

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

主
催

 
文

部
科

学
省

 
科

学
技

術
振

興
調

整
費

 
新

興
分

野

人
材
養
成

コ
ー
ス

・
バ

イ
オ

イ
ン

フ
ォ

マ
テ

ィ
ク

ス

産
総

研
 

生
命

情
報

科
学

人
材

養
成

コ
ー

ス
（

代
表

者
 

秋
山

泰
）

 
 

第
2
回

 
産

総
研

 
生

命
情

報
科

学
人

材
養

成
コ

ー

ス
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/
1
0/
3

2
0
0
3/
1
0/
3

東
京
都

 
日

本
科

学
未

来
舘

 

み
ら
い

C
A

N
ホ

ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の

他
 

産
業

技
術

連
携

推
進

会
議

 
機

械
・

金
属

部
会

 
九

州
地

域
部

会
 
 

平
成

1
5
年

度
産

業
技

術
連

携
推

進
会

議
機

械
・

金
属

部
会

九
州

地
域

部
会

 
 

2
0
0
3/

1
0/

8
2
0
0
3/

1
0/

9
佐

賀
県

 
は

が
く

れ
荘

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の

他
 

産
業

技
術

連
携

推
進

会
議

窯
業

部
会

九
州

地
域

窯
業

専
門

部
会

 
 

平
成

1
5
年

度
産

業
技

術
連

携
推

進
会

議
窯

業
部

会
九

州
地

域
窯

業
専

門
部

会
 
 

2
0
0
3/
1
0/
9

2
0
0
3/
1
0/
1
0

鹿
児

島
県

K
K

R
鹿

児
島
 

敬
天

閣
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
03
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
9

2
0
0
3/
1
0/
9

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
02
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
0

2
0
0
3/
1
0/
1
0

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

糖
鎖

工
学

研
究

セ
ン

タ
ー

遺
伝

子
応

用
技

術
チ

ー
ム

 

協
賛

 
日

本
サ

イ
ト

ミ
ク

ス
研

究
会

 
 

日
本

サ
イ

ト
ミ

ク
ス

研
究

会
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
0

2
0
0
3/
1
0/
1
0

東
京

都
 

独
立

行
政

法
人

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
臨

海
副

都
心

セ
ン

タ
ー

 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
 

共
催

 
日

本
感

性
工

学
会

  
第

5回
日

本
感

性
工

学
会

大
会

 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
2

2
0
0
3/
1
0/
1
4

茨
城

県
 

産
総

研
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

 
主

催
 

独
立

行
政

法
人

・
産

業
技

術
総

合
研

究
所

・
知

能
シ

ス
テ
ム
研

究
部
門

 
 

高
々

度
飛

行
体

IT
基

地
推

進
会

議
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 

2
0
0
3/
1
0/
1
5

2
0
0
3/
1
0/
1
5

茨
城
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

共

用
講
堂

 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
 

協
力

 
（

財
）

共
用

品
推

進
機

構
、
（

財
）

交
通

エ
コ

ロ
ジ

ー
・

モ
ビ

リ
テ

ィ
財

団
、
（

財
）

高
齢

者
住

宅
財

団
、

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
産

業
技

術
総

合
開

発
機

構

（
N

E
D

O
）
、
（

独
）

製
品

評
価

技
術

基
盤

機
構

、

（
財

）
日

本
規

格
協

会
、

日
本

福
祉

用
具

・
生

活
支

援
用
具
協

会
、
（

財
）

ベ
タ

ー
リ

ビ
ン

グ
 
 

「
ア

ク
セ

シ
ブ

ル
・

デ
ザ

イ
ン

・
フ

ォ
ー

ラ
ム

・
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
」

日
本

の
高

齢
者

・
障

害
の

あ
る

人
達

へ
の

配
慮

施
策

の
現

状
と

今
後

～
新

し
い

社
会

の
ル

ー
ル

作
り

を
目

指
し

て
～

 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
6

2
0
0
3/
1
0/
1
6

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
04
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
7

2
0
0
3/
1
0/
1
7

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

本
館
第
１

会
議
室

 
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

 
主

催
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

 
 

第
2
回

次
世

代
先

進
材

料
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
「

生
体

機

能
集

積
材

料
の

展
開

」
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
7

2
0
0
3/
1
0/
1
7

愛
知
県

 
中

部
セ

ン
タ

ー
大

会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
財

団
法

人
 

先
端

加
工

機
械

技
術

振
興

協
会

 
 

機
能

性
材

料
の

3次
元

微
細

加
工

技
術

講
演

会
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
2

2
0
0
3/
1
0/
2
2

東
京
都

 
三

会
堂

ビ
ル

石
垣

記
念

ホ

ー
ル

 
 

生
物

情
報

解
析

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同

主
催

 
社

団
法

人
バ

イ
オ

産
業

情
報

化
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

、

産
業

技
術

総
合

研
究

所
生

物
情

報
解

析
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

生
物

情
報

解
析

研
究

セ
ン

タ
ー

･
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
3

2
0
0
3/
1
0/
2
4

東
京

都
 

ヤ
ク

ル
ト

ホ
ー

ル
  

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
感

覚
知

覚
グ

ル
ー
プ

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
人

間
福

祉
医

工
学

研
究

部

門
 
 

第
7回

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
フ

ォ
ー

ラ
ム

 

第
1回

聴
覚

フ
ォ

ー
ラ

ム
－

聴
覚

と
音

響
計

測
－

 

2
0
0
3/

1
0/

2
3

2
0
0
3/

1
0/

2
4

茨
城

県
 

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
共

用
講

堂
 
大

会
議

室
 
 

生
活

環
境

系
特

別
研

究
体

ナ
ノ

界
面

機
能

科
学

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

  

主
催

 
主

催
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

生
活

環
境

系
特

別

研
究
体
後

援
：
近

畿
経

済
産

業
局

協
賛

：
O

ST
E

C
 

産
総

研
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
（

第
3
回

 
生

活
環

境
系

特

別
研

究
体

フ
ォ

ー
ラ

ム
）
「

燃
料

電
池

と
ナ

ノ
テ

ク
・

ナ
ノ

サ
イ

エ
ン

ス
」

 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
4

2
0
0
3/
1
0/
2
4

大
阪

府
 

基
礎

融
合

材
料

実
験

棟
 

2
階

 
多

目
的

ホ
ー

ル
 
 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(761) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
06
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
4

2
0
0
3/
1
0/
2
4

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間

系
特

別
研

究
体

・
2

階
会

議
室

 
 

光
技
術
研

究
部
門

  
主

催
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
（

サ
イ

バ
ー

ア
シ

ス
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

、
デ

ジ
タ

ル
ヒ

ュ
ー

マ
ン

研
究

セ
ン

タ
ー

、
光

技
術

研
究

部
門

、
ラ

イ
フ

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

研
究

ラ
ボ

）
財

団
法

人
大

阪
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
 
 

認
知

情
報

工
学

を
目

指
し

て
－

セ
ン

シ
ン

グ
か

ら
マ

ニ
ュ

ピ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
ま

で
－

 
 

2
0
0
3/

1
0/

2
7

2
0
0
3/

1
0/

2
7

大
阪

府
 

8
F
大

ホ
ー

ル
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
05
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
8

2
0
0
3/
1
0/
2
8

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
 

レ
ー

ザ
ー

精
密

プ
ロ

セ
ス

チ
ー

ム
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 

第
6
回

産
総

研
「

光
反

応
制

御
・

光
機

能
材

料
」

国

際
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム

 
 

2
0
0
3/

1
0/

2
9

2
0
0
3/

1
0/

3
1

茨
城

県
 

筑
波

セ
ン

タ
ー

 
共

用
講

堂
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
北

海
道

地
質

調
査

連
携

研

究
体
 
 

2
0
0
3
年

度
第

7
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

1
0/

2
9

2
0
0
3/

1
0/

2
9

北
海

道
 

産
学

官
連

携
室

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
07
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
3
1

2
0
0
3/
1
0/
3
1

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

技
術

情
報

部
門

 

C
I推

進
室

  

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 

情
報

の
学

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 
 

2
0
0
3/
1
1/
4

2
0
0
3/
1
1/
4

東
京

都
 

国
際

交
流

館
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
主

催
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

後
援

：
近

畿
経

済

産
業

局
、

池
田

市
、

大
阪

商
工

会
議

所
、
（

財
）

大

阪
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
、
（

社
）

人
間

生
活

工
学

研

究
セ
ン
タ

ー
、
（
財

）
イ

メ
ー

ジ
情

報
科

学
研

究
所

 

平
成

1
5年

度
産

総
研

関
西

セ
ン

タ
ー

研
究

講
演

会
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
2

2
0
0
3/
1
1/
1
2

大
阪
府

 
池

田
市

民
文

化
会

館
（

ア

ゼ
リ
ア
ホ

ー
ル
）

 
 

技
術
情
報

部
門

 
 

主
催

 
産

業
技
術

総
合
研

究
所

日
経

B
P

先
端

技
術

情
報

セ

ン
タ

ー
財

団
法

人
武

田
計

測
先

端
知

財
団

 
 

研
究

経
営

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
－

事
例

か
ら

学
ぶ

研
究

開
発

方
法

論
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
2

2
0
0
3/

1
1/

1
2

東
京

都
 

国
際

交
流

館
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
11
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
3

2
0
0
3/
1
1/
1
3

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

協
賛

 
（

社
）

日
本

分
析

化
学

会
 

九
州

支
部

 
 

日
本

分
析

化
学

会
20
0
3
年

度
九

州
支

部
講

演
会

・
工

場
見

学
会

 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
4

2
0
0
3/

1
1/

1
4

佐
賀

県
 

九
州

セ
ン

タ
－

 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

主
催

 
主

催
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
共

催
：
（

財
）

バ
イ

オ
イ

ン
ダ

ス
ト

リ
ー

協
会

、
(
社

)
日

本
臨

床
検

査
標

準
協

議
会

 
 

～
バ

イ
オ

計
量

標
準

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

～
バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

に
お

け
る

計
測

の
国

際
標

準
化

に
向

け
て

 

2
0
0
3/
1
1/
1
4

2
0
0
3/
1
1/
1
4

東
京
都

 
都

市
セ

ン
タ

ー
ホ

ー
ル

 

コ
ス
モ
ス

ホ
ー
ル

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
08
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
7

2
0
0
3/
1
1/
1
7

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
13
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
9

2
0
0
3/
1
1/
1
9

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 



  

(762) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 
 

後
援

 
日

本
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

協
会

 
 

第
2
5
回

記
念

 
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
9

2
0
0
3/

1
1/

2
0

東
京

都
 

科
学

技
術

館
 
 
サ

イ
エ

ン

ス
ホ

ー
ル

、
第

1
会

議
室

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
北

海
道

地
質

調
査

連
携

研

究
体
 
 

2
0
0
3
年

度
第

8
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
9

2
0
0
3/

1
1/

1
9

北
海

道
 

産
学

官
連

携
室

 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
計

量
標

準
総

合
セ

ン
タ

ー

日
本

N
C

SL
I 
 

「
計

測
標

準
フ

ォ
ー

ラ
ム

」
N

M
IJ
-
日

本
N

C
SL

I
第

1回
合

同
講

演
会

 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
1

2
0
0
3/
1
1/
2
1

東
京
都

 
大

田
区

産
業

プ
ラ

ザ
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
財

団
法

人
 日

本
産
業

技
術
振

興
協
会

  
「

持
続

的
発

展
を

支
え

る
次

世
代

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

の

潮
流
」
セ

ミ
ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
6

2
0
0
3/

1
1/

2
6

東
京

都
 

虎
ノ

門
パ

ス
ト

ラ
ル

'
ロ

ゼ
'
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
14
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
7

2
0
0
3/
1
1/
2
7

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間

系
特

別
研

究
体

・
２

階
会

議
室

 
 

電
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
研

究
部

門
 

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
グ

ル
ー

プ
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

に
お

い
て

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー

関
連

の
研

究
開

発
を

進
め

て
い

る
研

究
者

（
組

織
に

つ
い

て
は

企
画

本
部

お
よ

び
環

境
エ

ネ
ル

ギ
ー

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
と

検
討

予
定

）
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
8

2
0
0
3/

1
1/

2
8

東
京

都
 

機
械

振
興

会
館

 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門

財
団

法
人

 
日

本
産

業
技

術
振

興
協

会
 
 

第
8
回

産
業

技
術

総
合

研
究

所
人

間
福

祉
医

工
学

研

究
部

門
研

究
フ

ォ
ー

ラ
ム

「
医

療
に

活
き

る
ナ

ノ
テ

ク
フ
ォ
ー

ラ
ム
」

 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
8

2
0
0
3/

1
1/

2
8

東
京

都
 

ア
ル

カ
デ

ィ
ア

市
ヶ

谷

（
私

学
会

館
）

 
 

地
圏

資
源

環
境

研
究

部
門

開
発

安
全

工
学

研
究

グ
ル

ー
プ
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
地

圏
資

源
環

境
研

究
部

門
 

第
2回

地
圏

資
源

環
境

研
究

部
門

成
果

報
告

会
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
8

2
0
0
3/
1
1/
2
8

東
京

都
 

笹
川

記
念

会
館

 
 

マ
イ

ク
ロ

・
ナ

ノ
機

能
広

域
発

現
研

究
セ

ン
タ

ー
 

協
賛

 
Sp

on
so

re
d 

by
 T

he
 J

ap
an

 S
oc

ie
ty

 o
f 

M
ec

ha
ni

ca
l 

E
ng

in
ee

rs
和

訳
：

日
本

機
械

学
会

主
催

共
催

：
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
総

合
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
セ

ン
タ

ー
後

援
：

日
立

製
作

所
機

械
研

究
所

協
賛

：
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
応

用
物

理
学

会
、

日
本
伝
熱

学
会
、

電
気

学
会

、
K

SM
E
、

A
SM

E
 

Ja
pa

n 
Se

ct
io

n 
 

In
et

rn
at

io
na

l 
Sy

m
po

si
um

 
on

 
M

ic
ro

-
M

ec
ha

ni
ca

l E
ng

in
ee

ri
ng

---
H

ea
t T

ra
ns

fe
r, 

Fl
ui

d 
D

yn
am

ic
s,

 R
el

ia
bi

lit
y 

an
d 

M
ec

ha
tr

on
ic

s-
-
-
(
IS

M
M

E
 
2
00

3
) 

和
訳

：
マ

イ
ク

ロ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
に

関
す

る
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
－

－
－

熱
流

体
、

信
頼

性
、

メ
カ

ト
ロ

ニ
ク

ス
－

－
－

 
 
 

2
0
0
3/

1
2/

1
2
0
0
3/

1
2/

3
茨

城
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

（
1
2
月

3
日

）
、

日
立

製
作

所
機

械
研

究
所

（
1
2
月

１
、

2
日

）
 
 

高
分

子
基

盤
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
産

業
技

術

総
合

開
発

機
構

化
学

技
術

戦
略

推
進

機
構

 
 

精
密

高
分

子
技

術
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 
 

2
0
0
3/
1
2/
4

2
0
0
3/
1
2/
5

東
京

都
 

東
京

国
際

交
流

会
館

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
09
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
8

2
0
0
3/
1
2/
8

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
財

団
法

人
日

本
産

業
技

術
振

興
協

会
  

平
成
1
5年

度
広

域
関

東
圏

研
究

成
果

発
表

会
 
 

2
0
0
3/
1
2/
8

2
0
0
3/
1
2/
9

東
京

都
 

石
垣
記
念

ホ
ー
ル

 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
人

間
福

祉
医

工
学

研
究

部

門
 
 

第
9
回

産
業

技
術

総
合

研
究

所
人

間
福

祉
医

工
学

研

究
部

門
研

究
フ

ォ
ー

ラ
ム

「
ジ

ェ
ロ

ン
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
研

究
フ

ォ
ー

ラ
ム

2
0
0
3
」

 
 

  

2
0
0
3/

1
2/

9
2
0
0
3/

1
2/

9
東

京
都

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

臨

海
副

都
心

セ
ン

タ
ー

4
階

会
議
室

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(763) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

生
活

環
境

系
特

別
研

究
体

生
活

環
境

素
材

研
究

グ
ル

ー
プ
 
 

主
催

 
生

活
環

境
系

特
別

研
究

体
 
 

第
4
回

 
生

活
環

境
系

特
別

研
究

体
フ

ォ
ー

ラ
ム

「
生

活
環

境
に

お
け

る
照

明
・

光
源

技
術

」
－

発
光

材
料

、
デ

バ
イ

ス
・

シ
ス

テ
ム

（
白

色
LE

D
、

ラ
ン

プ
）
、

視
覚

技
術

と
こ

れ
か

ら
の

人
と

環
境

に
や

さ

し
い

照
明

技
術

－
 

2
0
0
3/

1
2/

9
2
0
0
3/

1
2/

9
大

阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
基

礎
融

合

棟
多
目
的

ホ
ー
ル

 
 

産
学
官
連

携
部
門

 
 

主
催

 
中

国
経
済

産
業
局
（

独
）
産

業
技
術
総

合
研
究

所
 

中
国

セ
ン

タ
ー

（
社

）
中

国
地

域
ニ

ュ
ー

ビ
ジ

ネ
ス

協
議
会

 
 

「
平

成
1
5
年

度
 

第
2
回

・
海

域
環

境
浄

化
・

修
復

フ
ォ

ー
ラ

ム
」

～
動

き
出

し
た

中
国

地
域

の
海

域
環

境
修

復
～

-
-
-
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

計
画

：
循

環
産

業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

-
-
-
 
 

2
0
0
3/

1
2/

9
2
0
0
3/

1
2/

9
広

島
県

 
八

丁
堀

シ
ャ

ン
テ

3階
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
12
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
0

2
0
0
3/
1
2/
1
0

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
北

海
道

地
質

調
査

連
携

研

究
体
 
 

2
0
0
3
年

度
第

9
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/

1
2/

1
0

2
0
0
3/

1
2/

1
0

北
海

道
 

産
学

官
連

携
室

 
 

テ
ィ

ッ
シ

ュ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
研

究
セ

ン
タ

ー
 

細
胞
工
学

チ
ー
ム

 
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

テ
ィ

ッ
シ

ュ

エ
ン
ジ
ニ

ア
リ
ン
グ

研
究
セ

ン
タ
ー

 
 

ア
ジ

ア
・

パ
シ

フ
ィ

ッ
ク

ナ
ノ

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 
 

2
0
0
3/

1
2/

1
1

2
0
0
3/

1
2/

1
1

大
阪

府
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

関
西

セ
ン

タ
ー

 
基

礎
融

合
材

料
研

究
棟

2
0
09
室

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
主

催
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
、

共
催

：
近

畿
経

済

産
業

局
、

後
援

：
大

阪
商

工
会

議
所

、
（

財
）

大
阪

科
学

技
術

セ
ン

タ
ー

、
N

PO
法

人
近

畿
バ

イ
オ

イ

ン
ダ

ス
ト

リ
ー

振
興

会
議

 
 

産
総

研
ナ

ノ
バ

イ
オ

融
合

研
究

フ
ォ

ー
ラ

ム
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
2

2
0
0
3/
1
2/
1
2

大
阪
府

 
千

里
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス

セ
ン

タ
ー

 
ラ

イ
フ

ホ
ー

ル
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
15
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
6

2
0
0
3/
1
2/
1
6

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

テ
ィ

ッ
シ

ュ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
研

究
セ

ン
タ

ー
 

メ
デ

ィ
カ

ル
デ

バ
イ

ス
チ

ー
ム
 
 

後
援

 
日

本
バ

イ
オ

マ
テ

リ
ア

ル
学

会
 
 

第
2
5回

日
本

バ
イ

オ
マ

テ
リ

ア
ル

学
会

大
会

 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
6

2
0
0
3/
1
2/
1
7

大
阪

府
 

大
阪
国
際

会
議
場

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
超

臨
界

流
体

研
究

セ
ン

タ

ー
、

東
北

セ
ン

タ
ー

 
 

2
0
0
3
年

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
超

臨
界

流
体

研

究
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

 
－

超
臨

界
流

体
利

用
技

術
の

実
用

化
へ

の
展

開
を

目
指

し
て

－
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
6

2
0
0
3/
1
2/
1
6

宮
城
県

 
仙

台
サ

ン
プ

ラ
ザ

 
3
F
 

ク
リ

ス
タ

ル
ル

ー
ム

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
10
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
8

2
0
0
3/
1
2/
1
8

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
16
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
2
5

2
0
0
3/
1
2/
2
5

大
阪
府

 
関

西
セ

ン
タ

ー
・

池
田

・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

   



  

(764) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学
官
連

携
部
門

  
主

催
 

産
総

研
 

北
海

道
セ

ン
タ

ー
産

総
研

 
生

物
機

能
工

学
研

究
部

門
産

総
研

 
人

間
系

特
別

研
究

体
北

海
道

大
学

C
O

E
「

バ
イ

オ
と

ナ
ノ

を
融

合
す

る
新

生
命

科
学

拠
点

」
 
 

産
総

研
・

北
大

CO
E

合
同

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

－
ナ

ノ

バ
イ
オ
の

潮
流
－

 
 

2
0
0
4/
1
/7

2
0
0
4/
1
/7

北
海

道
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 

講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九
州

セ
ン

タ
－

佐
賀

大
学

 
 

第
6回

連
携

大
学

院
産

学
官

交
流

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
1
/9

2
0
0
4/
1
/9

佐
賀

県
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
九

州
セ

ン
タ

ー
会

議
室

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
19

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
1
/9

2
0
0
4/
1
/9

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

計
算

科
学

研
究

部
門

 
 

共
同

主
催

 
分

子
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
研

究
会

（
M

SS
J）

、
計

算

科
学
研
究

部
門
（

R
IC

S）
 
 

In
te

rn
at

io
na

l C
on

fe
re

nc
e 

on
 M

ol
ec

ul
ar

 
Si

m
ul

at
io

n 
(
IC

M
S)

 
an

d 
C

om
pu

ta
tio

na
l 

Sc
ie

nc
e 

W
or

ks
ho

p 
2
0
0
4
 (

C
SW

2
0
0
4
) 

 

2
0
0
4/
1
/1
3

2
0
0
4/
1
/1
5

茨
城

県
 

エ
ポ

カ
ル

つ
く

ば
  

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
17
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/1
4

2
0
0
4/
1
/1
4

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
18
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/1
4

2
0
0
4/
1
/1
4

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

年
齢

軸
生

命
工

学
研

究
セ

ン

タ
ー

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
ヒ

ュ
ー

マ
ン

ス
ト

レ
ス

シ
グ

ナ
ル

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

第
1
回

産
業

技
術

総
合

研
究

所
加

齢
融

合
領

域
重

点

課
題

「
健

康
で

生
産

的
高

齢
化

社
会

の
創

出
－

循
環

器
病

疾
患

発
症

の
予

防
と

Q
O

L
の

維
持

」
シ

ン
ポ

ジ
ウ
ム

 
 

2
0
0
4/

1
/1

5
2
0
0
4/

1
/1

5
東

京
都

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

臨

界
副

都
心

セ
ン

タ
ー

会
議

室
 
 

年
齢

軸
生

命
工

学
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
年

齢
軸

生
命

工
学

研
究

セ
ン

タ
ー

人
間

福
祉

医
工

学

研
究

部
門

ヒ
ュ

ー
マ

ン
ス

ト
レ

ス
シ

グ
ナ

ル
研

究
セ

ン
タ
ー

 
 

第
1
回

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
加

齢
融

合
領

域

重
点

課
題

「
健

康
で

生
産

的
高

齢
化

社
会

の
創

出
－

循
環

器
病

疾
患

発
症

の
予

防
と

Q
O

L
の

維
持

－
」

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
加

齢
現

象
の

解
明

と
産

業
応

用
遺

伝
子

か
ら

生
活

ま
で

」
 
 

2
0
0
4/

1
/1

5
2
0
0
4/

1
/1

5
東

京
都

 
産

総
研

臨
海

副
都

心
セ

ン

タ
ー

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
21
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/1
6

2
0
0
4/
1
/1
6

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

超
音

波
プ

ロ
セ

ス
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

協
力

 
化

学
工

学
会

ソ
ノ

プ
ロ

セ
ス

分
科

会
  

化
学

工
学

会
ソ

ノ
プ

ロ
セ

ス
分

科
会

見
学

会
講

演
会

 
2
0
0
4/
1
/1
9

2
0
0
4/
1
/1
9

愛
知
県

 
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
24
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/1
9

2
0
0
4/
1
/1
9

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
23
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/2
1

2
0
0
4/
1
/2
1

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

－
健

康
産

業
技

術
シ
リ
ー

ズ
第

5
回
－

 
 

2
0
0
4/

1
/2

1
2
0
0
4/

1
/2

1
香

川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

  



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(765) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
20
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/2
3

2
0
0
4/
1
/2
3

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

環
境

管
理

研
究

部
門

 
計

測
技

術
研

究
グ

ル
ー

プ
 

共
催

 
日

本
質

量
分

析
学

会
イ

オ
ン

反
応

研
究

部
会

 
 

第
4
3回

イ
オ

ン
反

応
研

究
会

講
演

会
  

2
0
0
4/
1
/2
3

2
0
0
4/
1
/2
3

茨
城

県
 

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
共

用
講

堂
中

会
議

室
 
 

環
境

管
理

研
究

部
門

 
 

主
催

 
産

総
研

環
境

管
理

研
究

部
門

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

研

究
部

門
、

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ
ー

 
 

独
立

行
政

法
人

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
平

成
1
5

年
度

研
究

講
演

会
 

「
地

球
温

暖
化

に
対

応
す

る
環

境
・

エ
ネ

ル
ギ

ー
技

術
の

研
究

開
発

」
 
 

2
0
0
4/

1
/2

3
2
0
0
4/

1
/2

3
東

京
都

 
科

学
技

術
館

 
サ

イ
エ

ン

ス
ホ

ー
ル

 
 

物
質

プ
ロ

セ
ス

研
究

部
門

 
主

催
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

第
1
回

 
グ

リ
ー

ン
・

サ

ス
テ

イ
ナ

ブ
ル

・
ケ

ミ
ス

ト
リ

ー
実

行
委

員
会

（
環

境
調

和
技

術
研

究
部

門
、

物
質

プ
ロ

セ
ス

研
究

部

門
、

フ
ッ

素
系

温
暖

化
物

質
対

策
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
、

高
分

子
基

盤
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
、

超
臨

海
流

体
研
究
セ

ン
タ
ー

、
メ

ン
ブ

レ
ン

化
学

研
究

ラ
ボ

）
 

第
1
回

 
産

総
研

 
グ

リ
ー

ン
・

サ
ス

テ
イ

ナ
ブ

ル
・

ケ
ミ

ス
ト

リ
ー

成
果

発
表

会
 
 

2
0
0
4/
1
/3
0

2
0
0
4/
1
/3
0

東
京
都

 
ホ

テ
ル

ラ
ン

グ
ウ

ッ
ド

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
炭

素
材

料
学

会
産

総
研

 
九

州
セ

ン
タ

－
 
 

第
5回

エ
コ

カ
－

ボ
ン

研
究

会
 
 

2
0
0
4/
2
/4

2
0
0
4/
2
/4

福
岡

県
 

九
州

大
学

創
立

5
0
周

年
記

念
講
堂

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
26

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
2
/5

2
0
0
4/
2
/5

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
22

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
2
/6

2
0
0
4/
2
/6

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
九

州
セ

ン

タ
－

（
財

）
九

州
産

業
技

術
セ

ン
タ

－
 
 

平
成

1
5
年

度
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九
州

セ
ン

タ
－

研
究

講
演

会
 
 

2
0
0
4/
2
/6

2
0
0
4/
2
/6

福
岡

県
 

博
多

サ
ン

ヒ
ル

ズ
ホ

テ
ル

瑞
雲

の
間

 
 

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
光

反
応

制
御

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
・

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
第

3
回

研
究

発
表
講
演

会
－

2
1
世

紀
を
拓

く
光
反
応

制
御
技

術
－

 

2
0
0
4/
2
/6

2
0
0
4/
2
/6

茨
城

県
 

共
用

講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

中
国

経
済

産
業

局
 
 

バ
イ

オ
マ

ス
講

演
会

 
 

2
0
0
4/
2
/6

2
0
0
4/
2
/6

広
島

県
 

広
島

ガ
－

デ
ン

パ
レ

ス
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
25

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
2
/8

2
0
0
4/
2
/8

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
33
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/1
3

2
0
0
4/
2
/1
3

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
30
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/1
7

2
0
0
4/
2
/1
7

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

ー
健

康
産

業
技

術
シ
リ
ー

ズ
第

6
回
ー

 
 

2
0
0
4/

2
/1

9
2
0
0
4/

2
/1

9
香

川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
29
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/1
9

2
0
0
4/
2
/1
9

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間

系
特

別
研

究
体

・
2

階
会

議
室

 
 

 



  

(766) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
（

社
）

未
踏

科
学

技
術

協
会

 
ナ

ノ
粒

子
研

究
会

 
 

ナ
ノ

粒
子

研
究

会
第

2
4回

講
演

会
公

開
講

演
会

 
 

2
0
0
4/
2
/2
0

2
0
0
4/
2
/2
0

佐
賀
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九

州
セ

ン
タ

－
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
九

州
経

済
産

業
局

（
財

）
九

州
産

業
技

術
セ

ン
タ

－
 

第
2回

環
境

バ
イ

オ
ワ

－
キ

ン
グ

セ
ッ

シ
ョ

ン
 
 

2
0
0
4/
2
/2
3

2
0
0
4/
2
/2
3

熊
本
県

 
K

K
R
ホ

テ
ル
熊

本
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
28
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/2
4

2
0
0
4/
2
/2
4

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

基
礎

融
合

材
料

実
験

棟
2

階
多
目
的

ホ
ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研
四

国
セ
ン
タ

ー
 
 

平
成

1
5
年

度
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

研
究

講
演

会
 

－
第
7
回
健
康

産
業
技

術
シ
リ

ー
ズ
－

 
 

2
0
0
4/

2
/2

5
2
0
0
4/

2
/2

5
香

川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
31
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/2
5

2
0
0
4/
2
/2
5

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
27
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/2
5

2
0
0
4/
2
/2
5

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

業
務

推
進

部
門

 
中

国
セ

ン
タ

ー
業

務
推

進
室

 
 

主
催

 
中

国
経

済
産

業
局

（
社

）
中

国
地

域
ニ

ュ
ー

ビ
ジ

ネ

ス
協

議
会

（
独

）
産

業
技

術
総

合
研

究
所

中
国

セ
ン

タ
ー
 
 

第
3回

海
域

浄
化

・
修

復
フ

ォ
ー

ラ
ム

  
2
0
0
4/
2
/2
6

2
0
0
4/

2
/2

6
広

島
県

 
八

丁
堀

シ
ャ

ン
テ

  

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

四
国

セ
ン

タ
ー

 
 

平
成

1
5
年

度
産

業
技

術
総

合
研

究
所

四
国

セ
ン

タ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

～
健

康
産

業
技

術
開

発
と

海
洋

研
究

成
果

発
表

～
 
 

2
0
0
4/

2
/2

7
2
0
0
4/

2
/2

7
香

川
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

四

国
セ

ン
タ

ー
講

堂
ほ

か
 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
34
回

人
間

系
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
4/
2
/2
7

2
0
0
4/
2
/2
7

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間
系
特

別
研
究
体

・
 

2
階

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九
州

セ
ン

タ
－

 
 

多
機

能
材

料
技

術
研

究
グ

ル
ー

プ
講

演
会

 
 

2
0
0
4/
2
/2
7

2
0
0
4/
2
/2
7

佐
賀

県
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
九

州
セ

ン
タ

ー
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

総
研

 
九

州
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
－

・
セ

ラ
ミ

ッ

ク
ス

研
究

部
門

・
基

礎
素

材
研

究
部

門
 
 

産
学

官
連

携
講

演
会

「
ナ

ノ
材

料
・

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

と
新
し
い

産
業
」

 
 

2
0
0
4/
3
/2

2
0
0
4/
3
/2

福
岡

県
 

ホ
テ

ル
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
プ

ラ
ザ

 
 

人
間

系
特

別
研

究
体

 
 

主
催

 
人

間
系

特
別

研
究

体
 
 

第
1
32

回
人

間
系

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
3
/2

2
0
0
4/
3
/2

大
阪

府
 

関
西

セ
ン

タ
ー

・
池

田
・

人
間

系
特

別
研

究
体

・
2

階
会

議
室

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

知
的

イ
ン

タ
フ

ェ
ー

ス
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

主
催

 
N

TT
マ

イ
ク

ロ
シ
ス

テ
ム

イ
ン

テ
グ

レ
ー

シ
ョ

ン
研

究
所

、
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
東

京
大

学
先

端
科

学
技
術
セ

ン
タ
ー

 
 
 

体
験

記
録

と
そ

の
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
－

－
思

い
出

の
ア

ー
カ

イ
ブ

か
ら

バ
ー

チ
ャ

ル
タ

イ
ム

マ
シ

ン
ま

で
－
－

 
 

2
0
0
4/
3
/2

2
0
0
4/
3
/2

東
京

都
 

六
本

木
フ

ォ
ー

ラ
ム

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
ル

ー
ム

3
+
4
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
北

海
道

地
質

調
査

連
携

研

究
体
 
 

2
0
0
3
年

度
第

1
1
回

北
海

道
セ

ン
タ

ー
公

開
地

質
セ

ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
4/
3
/8

2
0
0
4/
3
/8

北
海

道
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

D
1
棟

2
階

会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
社

団
法

人
 

人
間

生
活

工
学

研
究

セ
ン

タ
ー

独
立

行

政
法

人
 

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
産

業
技

術
総

合
開

発
機

構
 
 

 

「
第

4
回

人
間

行
動

適
合

型
生

活
環

境
創

出
シ

ス
テ

ム
技

術
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
4/

3
/9

2
0
0
4/

3
/1

0
東

京
都

 
JA

ビ
ル

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(767) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

光
技
術
研

究
部
門

  
共

催
 

（
独

）
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
光

技
術

研
究

部
門

（
財

）
光

産
業

技
術

振
興

協
会

 
 

第
7
回

光
技

術
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
「

先
端

光
・

量
子

源
開

発
の

展
望

－
先

端
研

究
開

発
の

タ
ー

ゲ
ッ

ト
と

産
業

利
用

－
」

 
 

2
0
0
4/

3
/1

0
2
0
0
4/

3
/1

0
東

京
都

 
日

本
教

育
会

館
 

第
二

会

議
室

 
 

機
械

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

集
積

機
械

研
究

グ
ル

ー
プ

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
精

密
工

学
会

 
M

E
M

S
商

業
化

委
員

会
、

N
PO

精
密

工
学

ネ
ッ

ト
ワ

ー

ク
、

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

実
装

学
会

マ
イ

ク
ロ

メ
カ

ト
ロ
ニ
ス

研
究
会

 
 

M
E

M
S
ビ

ジ
ネ

ス
棟

落
成

記
念

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

お
よ

び
記

念
式

典
 
 

2
0
0
4/

3
/1

0
2
0
0
4/

3
/1

1
茨

城
県

 
オ

ー
ク

ラ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア

ホ
テ
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九
州

セ
ン

タ
－

 
 

光
触

媒
環

境
浄

化
研

究
会

in
九

州
  

2
0
0
4/

3
/1

1
2
0
0
4/

3
/1

1
佐

賀
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九

州
セ

ン
タ

ー
 
 

業
務

推
進

部
門

 
中

国
セ

ン
タ

ー
業

務
推

進
室

 
 

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
中

国
経

済
産

業
局

、
中

国

地
域

産
学

官
コ

ラ
ボ

レ
ー

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
 
 

国
際

フ
ォ

ー
ラ

ム
「

バ
イ

オ
マ

ス
・

ア
ジ

ア
戦

略
」

 
2
0
0
4/
3
/1
1

2
0
0
4/
3
/1
1

広
島

県
 

ホ
テ

ル
グ

ラ
ン

ヴ
ィ

ア
広

島
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

共
催

 
高

分
子

学
会

中
国

四
国

支
部

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
 

高
分

子
学

会
中

国
四

国
支

部
高

分
子

講
演

会
 
 

2
0
0
4/
3
/1
5

2
0
0
4/
3
/1
5

香
川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

計
測

標
準

研
究

部
門

 
物

性
統

計
科

 
熱

物
性

標
準

研
究

室
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
計

測
標

準
研

究
部

門
・

極

微
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
ラ

ボ
 

 
 

Fi
rs

t I
nt

er
na

tio
na

l S
ym

po
si

um
 o

n 
St

an
da

rd
 M

at
er

ia
ls

 a
nd

 M
et

ro
lo

gy
 fo

r 
N

an
ot

ec
hn

ol
og

y 
 

2
0
0
4/
3
/1
5

2
0
0
4/
3
/1
6

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

 
 

平
成

1
5
年

度
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
東

北
セ

ン
タ

ー
 

研
究

講
演

会
－

無
機

膜
を

利
用

し
た

グ
リ

ー
ン

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
－

 
 

2
0
0
4/

3
/1

7
2
0
0
4/

3
/1

7
宮

城
県

 
メ

ル
パ

ル
ク

仙
台

  

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

 
 

平
成

1
5年

度
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

研
究

講
演

会
 
 

2
0
0
4/
3
/1
7

2
0
0
4/
3
/1
7

香
川

県
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
講

堂
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研
四

国
セ
ン
タ

ー
 
 

平
成

1
5
年

度
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講
演

会
 

－
第

8
回

健
康

産
業

技
術

シ
リ

ー
ズ

 
 

2
0
0
4/

3
/2

4
2
0
0
4/

3
/2

4
香

川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 
 

ダ
イ

ヤ
モ

ン
ド

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

主
催

 
ダ

イ
ヤ

モ
ン

ド
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

A
IS

T 
di

am
on

d 
w

or
ks

ho
p 

2
0
0
4
  

2
0
0
4/
3
/3
1

2
0
0
4/
3
/3
1

茨
城

県
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
 

共
用

講
堂

 
 

  



  

(768) 

研究関連業務 

平
成
1
5
年
度
行
事
出
展
一
覧
 

１
．
主
催
行
事
（
共
同
主
催
を
含
む
）
 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
超

臨
界

イ
ン

キ
ュ

ベ
ー

シ
ョ

ン
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

事

務
局

、
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

（
グ

リ
ー

ン
プ

ロ
セ

ス
推

進
室

）
 
 

超
臨

界
イ

ン
キ

ュ
ベ

ー
シ

ョ
ン

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
発

足
式

 
 

2
0
0
3/
4
/2
2

2
0
0
3/
4
/2
2

宮
城
県

 
 

仙
台

ガ
ー

デ
ン

パ
レ

ス
 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
計

測
標

準
研

究
部

門
計

量

標
準
総
合

セ
ン
タ
ー

（
N

M
IJ
）

 
 

計
量

標
準

1
0
0
周

年
記

念
記

念
・

記
念

シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
 
 

2
0
0
3/
5
/2
0

2
0
0
3/
5
/2
1

東
京

都
 
 

経
団

連
会

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

球
科

学
情

報
研

究
部

門
・

地
質

標
本

館
 
 

新
着

標
本

 
デ

ボ
ン

紀
鱗

木
化

石
Le

pt
op

hl
oe

um
 

2
0
0
3/
6
/1
0

2
0
0
3/
7
/2
5

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

速
報

宮
城

県
沖

の
地

震
 
 

2
0
0
3/
6
/1
1

2
0
0
3/
6
/1
9

茨
城
県

 
 

地
質

標
本

館
 
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
独

立
行

政
法

人
 

産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
次

世
代

半
導

体
研

究
セ

ン
タ

ー
技

術
研

究
組

合
 

超
先

端
電

子
技

術
開

発
機

構
 
 

半
導

体
M

IR
A

Iプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
ひ

ず
み

SO
I技

術

お
よ

び
半

導
体

計
測

技
術

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
 
 

2
0
0
3/
6
/2
5

2
0
0
3/
6
/2
5

東
京
都

 
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ

ー
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

産
学

官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T「
産

学
官

」
交

流
フ

ォ
ー

ラ
ム

  
2
0
0
3/
6
/2
6

2
0
0
3/
6
/2
6

東
京

都
 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

技
術

情
報

部
門

 
技

術
経

営
調

査
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
技

術
情

報
部

門
 
 

第
7回

 
産
総

研
・

技
術

情
報

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/
6
/2
7

2
0
0
3/
6
/2
7

茨
城

県
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
共

用
講

堂
 
 

光
技

術
研

究
部

門
 

広
帯

域
量

子
放

射
技

術
グ

ル
ー

プ
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 
光

技
術

研
究

部
門

、
ラ

イ

フ
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
ラ

ボ
、

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究
部
門

 
 
 

オ
ー

プ
ン

ハ
ウ

ス
『

人
間

五
感

情
報

処
理

・
通

信
』

 
2
0
0
3/
7
/3

2
0
0
3/
7
/3

大
阪

府
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

関
西

セ
ン

タ
ー

 
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
独

立
行

政
法

人
 

産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
次

世
代

半
導

体
研

究
セ

ン
タ

ー
技

術
研

究
組

合
 

超
先

端
電

子
技

術
開

発
機

構
 
 

2
0
0
3
年

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
成

果
報

告

会
 

 
 

2
0
0
3/
7
/4

2
0
0
3/
7
/4

東
京

都
 
 

科
学

技
術

館
 

サ
イ

エ
ン

ス
ホ

ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
陶

磁
器

デ
ザ

イ
ン

担
当

者
会

議
 
 

陶
磁

器
デ

ザ
イ

ン
担

当
者

会
議

 
 

2
0
0
3/
7
/9

2
0
0
3/
7
/1
0

愛
知

県
 
 

（
株

）
国

際
デ

ザ
イ

ン
セ

ン
タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
陶

磁
器

デ
ザ

イ
ン

担
当

者
会

議
・

全
国

陶
磁

器
試

験

研
究

機
関

作
品

展
実

行
委

員
会

 
 

陶
＆

く
ら

し
の

デ
ザ

イ
ン

展
2
00
3
 

2
0
0
3/
7
/9

2
0
0
3/
7
/1
4

愛
知
県

 
 

（
株

）
国

際
デ

ザ
イ

ン
セ

ン
タ
ー

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標
本

館
協
賛

：
学

園
都

市
の

自
然

と
親

し
む

会
 

地
質

標
本

館
 

2
0
03

年
度

野
外

観
察

会
「

霞
ヶ

浦
周

辺
の

地
層

と
化

石
」

 
 

2
0
0
3/

7
/1

9
2
0
0
3/

7
/1

9
茨

城
県

 
 

霞
ヶ

浦
町

・
玉

造
町

・
大

洋
村

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

2
回

 
バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

／
生

命
情

報
工

学
 
 

2
0
0
3/

7
/2

4
2
0
0
3/

7
/2

4
東

京
都

 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

一
般

公
開

 
2
0
0
3/
7
/2
6

2
0
0
3/
7
/2
6

茨
城
県

 
 

共
用

講
堂

、
中

央
第

2
O
SL

、
中

央
第

5
、

体
育

館
、

地
質

標
本

館
、

東
事

業
所
等

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

特
別

展
示

「
富

士
山

 
現
在

・
過

去
・

未
来

」
 
 

2
0
0
3/
7
/2
6

2
0
0
3/
9
/2
8

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

地
質

標
本

館
特

別
講

演
会

 
 

2
0
0
3/
7
/2
6

2
0
0
3/
7
/2
6

茨
城

県
 
 

共
用

講
堂

大
会

議
室

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(769) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企
業

・
大

学
連

携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

3
回

 
環

境
・

資
源

・
海

洋
・

安
全

 
 

2
0
0
3/

7
/2

8
2
0
0
3/

8
/2

8
東

京
都

 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

速
報

 
7月

26
日

宮
城

県
北

部
の

地
震

  
2
0
0
3/
7
/2
8

2
0
0
3/
8
/3
1

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 
 

共
同
主
催

 
環

境
広

場
さ

っ
ぽ

ろ
20

03
実

行
委

員
会

、
札

幌
市

、

北
海

道
新

聞
社

、
日

本
工

業
新

聞
社

、
日

本
ガ

ス
協

会
、

JI
C

A
、

産
総

研
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

研
究

部
門

等

2
1
機

関
 
 

環
境

広
場

さ
っ

ぽ
ろ

20
03

（
メ

タ
ン

ハ
イ

ド
レ

ー
ト

紹
介

・
燃

焼
デ

モ
）

 
 

2
0
0
3/
8
/1

2
0
0
3/
8
/3

北
海

道
 
 

ア
ク

セ
ス

サ
ッ

ポ
ロ

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 

産
総

研
九

州
セ

ン
タ

－
一

般
公

開
 
 

2
0
0
3/
8
/1

2
0
0
3/
8
/1

佐
賀

県
 
 

産
総

研
九

州
セ

ン
タ

－
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

北
海

道
セ

ン
タ

ー
 
 

一
般

公
開

 
 

2
0
0
3/
8
/2

2
0
0
3/
8
/2

北
海

道
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

北
海

道
セ

ン
タ

ー
・

地
質

調

査
総

合
セ

ン
タ

ー
，

日
本

科
学

技
術

振
興

財
団

 
 

サ
イ

エ
ン

ス
キ

ャ
ン

プ
2
0
03
 
 

2
0
0
3/
8
/4

2
0
0
3/
8
/6

北
海

道
 
 

北
海

道
セ

ン
タ

ー
．

有
珠

山
，
苫
小

牧
勇
払

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

中
部

セ
ン

タ
ー

、
財

団
法

人

日
本

科
学

技
術

振
興

財
団

 
 

サ
イ

エ
ン

ス
キ

ャ
ン

プ
2
0
03
 
 

2
0
0
3/
8
/5

2
0
0
3/
8
/7

愛
知

県
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
中

部
セ

ン
タ

ー
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

夏
休

み
地

球
何

で
も

相
談

 
 

2
0
0
3/
8
/2
3

2
0
0
3/
8
/2
3

茨
城
県

 
 

地
質

標
本

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

体
験

学
習

 
石

を
割

っ
て

み
よ

う
！

  
2
0
0
3/
8
/2
3

2
0
0
3/
8
/2
3

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

ク
リ

ー
ン

燃
料

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

主
催

 
 
 

第
1
7回

流
動

層
技

術
コ

ー
ス

 
 

2
0
0
3/
9
/4

2
0
0
3/
9
/5

北
海

道
 
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

ヒ
ュ

ー
マ

ノ
イ

ド
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

主
催

 
社

団
法
人

 
日
本
建

設
機
械

化
協
会

 
 

C
O

N
E

T 
2
0
0
3 

～
平

成
15

年
度

 
建

設
機

械
と

新
施

工
技
術
展

示
会
～

 
 

2
0
0
3/
9
/4

2
0
0
3/
9
/6

千
葉

県
 
 

幕
張

メ
ッ

セ
・

国
際

展
示

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

 
 

平
成

1
5年

度
東

北
地

域
産

業
技

術
懇

談
会

 
 

2
0
0
3/
9
/5

2
0
0
3/
9
/5

岩
手

県
 
 

岩
手

県
工

業
技

術
セ

ン
タ

ー
 
小

ホ
ー

ル
 
 

計
算

科
学

研
究

部
門

 
連

続
体

モ
デ

リ
ン

グ
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

共
同
主
催

 
独

立
行

政
法

人
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
株

式
会

社

富
士
総
合

研
究
所

 
 

第
二

回
「

離
散

化
数

値
解

法
の

た
め

の
並

列
計

算
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
」

（
Pa

ra
lle

l 
C

om
pu

tin
g 

Pl
at

fo
rm

/
PC

P）
ユ

ー
ザ

ー
会

 
 

2
0
0
3/
9
/5

2
0
0
3/
9
/5

東
京

都
 
 

株
式

会
社

 
富

士
総

合
研

究
所

 
本

社
別

館
2F

大
会

議
室

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
中

国
セ

ン
タ

－
基

礎
素

材

研
究

部
門

 
 

第
二

回
先

進
的

産
業

技
術

講
演

会
 
 

2
0
0
3/
9
/1
9

2
0
0
3/
9
/1
9

広
島

県
 
 

広
島

工
業

技
術

セ
ン

タ
－

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

4
回

 

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
技

術
 
 

2
0
0
3/

9
/2

5
2
0
0
3/

9
/2

5
大

阪
府

 
 

産
総

研
 

関
西

セ
ン

タ
ー

（
池

田
地

区
）

基
礎

融
合

棟
2
F 

多
目

的
ホ

ー
ル

 
 

化
学

物
質

リ
ス

ク
管

理
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

主
催

 
化

学
物

質
リ

ス
ク

管
理

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

化
学

物
質

リ
ス

ク
管

理
研

究
セ

ン
タ

ー
第

2
回

技
術

講
習

会
 
 

2
0
0
3/

1
0/

8
2
0
0
3/

1
1/

9
東

京
都

 
 

産
総

研
臨

海
副

都
心

セ
ン

タ
ー

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

  

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

速
報

 
9月

26
日

十
勝

沖
地

震
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
5

2
0
0
3/
1
1/
1
5

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 



  

(770) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
独

立
行

政
法

人
産

業

技
術

総
合

研
究

所
次

世
代

半
導

体
研

究
セ

ン
タ

ー
技

術
研

究
組

合
 
超

先
端

電
子

技
術

開
発

機
構

 
 

半
導

体
M

IR
A

Iプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
リ

ソ
グ

ラ
フ

ィ
関

連
計

測
技

術
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
6

2
0
0
3/
1
0/
1
6

東
京

都
 
 

弘
済

会
館

 
 

環
境

管
理

研
究

部
門

 
大

気
環

境
評

価
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

共
同
主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

環
境

管
理

研
究

部
門

岐
阜

大

学
流

域
圏

科
学

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

Sy
nt

he
si

s 
W

or
ks

ho
p 

on
 t

he
 C

ar
bo

n 
B

ud
ge

t 
U

si
ng

 i
n 

A
si

an
 M

on
ito

ri
ng

 N
et

w
or

k 
-T

he
 

de
ce

ni
al

 a
nn

iv
er

sa
ry

 o
f 

th
e 

ob
se

rv
at

io
n 

at
 

Ta
ka

ya
m

a 
si

te
- 

 

2
0
0
3/

1
0/

2
1

2
0
0
3/

1
0/

2
2

岐
阜

県
 
 

ホ
テ

ル
ア

ソ
シ

ア
高

山
リ

ゾ
ー
ト

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

５
回

 
情

報
・

電
子

関
連

技
術

 
 

2
0
0
3/

1
0/

2
3

2
0
0
3/

1
0/

2
3

東
京

都
 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
技

術
担

当
者

会
議

 
 

第
3
8回

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

技
術

担
当

者
会

議
 
 

2
0
0
3/
1
1/
6

2
0
0
3/
1
1/
7

愛
知

県
 
 

中
部

セ
ン

タ
ー

大
会

議
室

 
 

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

研
究

部
門

 
先

進
ナ

ノ
構

造
グ

ル
ー

プ
 

 
 

主
催

 
文

部
科

学
省

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

総
合

支
援

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
極

微
細

加
工

・
造

形
グ

ル
ー

プ
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

研
究

部
門

ナ
ノ

プ
ロ

セ
シ

ン
グ

・
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
・

プ
ロ

グ
ラ

ム
 
 

文
部

科
学

省
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
総

合
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
第

2
回

人
材

育
成

ス
ク

ー
ル

極
微

細
加

工
・

造
形

ス
ク

ー
ル

 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
0

2
0
0
3/

1
1/

1
4

茨
城

県
 
 

A
IS

T
ナ

ノ
プ

ロ
セ

シ
ン

グ
施
設

 
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
独

立
行

政
法

人
産

業

技
術

総
合

研
究

所
次

世
代

半
導

体
研

究
セ

ン
タ

ー
技

術
研
究
組

合
 

超
先

端
電

子
技

術
開

発
機

構
 
 
 

半
導

体
M

IR
A

Iプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
低

誘
電

率
 
(L

ow
-

k)
 
材

料
配

線
モ

ジ
ュ

ー
ル

技
術

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
 

2
0
0
3/
1
1/
1
2

2
0
0
3/
1
1/
1
2

東
京

都
 
 

弘
済

会
館

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

 
主

催
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
知

能
シ

ス
テ

ム
研

究
部

門
 
 

研
究

成
果

展
示

会
－

オ
ー

プ
ン

ハ
ウ

ス
2
00
3－

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
3

2
0
0
3/
1
1/
1
3

茨
城
県

 
 

産
総

研
つ

く
ば

中
央

第
2
 

・
東

事
業

所
 
 

光
技

術
研

究
部

門
  

主
催

 
光

技
術
研

究
部
門

  
講

演
会

「
銀

塩
写

真
感

光
材

料
に

お
け

る
ナ

ノ
粒

子

お
よ

び
ナ

ノ
・

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

」
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
3

2
0
0
3/

1
1/

1
3

大
阪

府
 
 

島
津

製
作

所
関

西
支

社
マ

ル
チ

ホ
ー

ル
（

阪
急

タ
ー

ミ
ナ
ル
ビ

ル
1
4
階
）

 
 

海
洋

資
源

環
境

研
究

部
門

 
主

催
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

海
洋

資
源

環
境

研
究

部
門

 
 

平
成

1
5
年

度
 

海
洋

資
源

環
境

研
究

部
門

 
研

究
成

果
発

表
会

「
海

洋
は

今
・

・
・

人
間

活
動

と
自

然
変

動
」

 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
4

2
0
0
3/

1
1/

1
4

東
京

都
 
 

東
京

ビ
ッ

ク
サ

イ
ト

タ
イ

ム
2
4ビ

ル
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
 

平
成

1
5
年

度
産

業
技

術
総

合
研

究
所

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

化
学

物
質

の
有

効
利

用
と

リ
ス

ク
管

理
-
よ

り

安
全
で
安

心
な
社
会

を
目
指

し
て

-
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
4

2
0
0
3/

1
1/

1
4

東
京

都
 
 

国
際

研
究

交
流

大
学

村
 

東
京

国
際

交
流

館
プ

ラ
ザ

平
成

国
際

交
流

会
議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
中

部
セ

ン
タ

ー
 
 

中
部

セ
ン

タ
ー

一
般

公
開

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
5

2
0
0
3/
1
1/
1
5

愛
知
県

 
 

中
部

セ
ン

タ
ー

 
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
（

独
）

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル

ア
セ

ス
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
「

地
域

施
策

へ
の

LC
A
の

新
た

な
展

開
」

 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
1

2
0
0
3/
1
1/
2
1

東
京

都
 
 

発
明

会
館

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

中
部

セ
ン

タ
ー
、
財

団
法
人

 
北

陸
産

業
活

性
化

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
中

部
セ

ン
タ

ー
技

術
普

及
講

演
会

 
－

北
陸

キ
ャ
ラ
バ

ン
隊
－

 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
5

2
0
0
3/

1
1/

2
5

石
川

県
 
 

（
財

）
石

川
県

地
場

産
業

振
興

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

6
回

 
次

世
代

光
技

術
・

半
導

体
技

術
・

計
測

技
術

 
 

2
0
0
3/

1
2/

5
2
0
0
3/

1
2/

5
東

京
都

 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
回

会
議
室

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

、
名

古
屋

商
工

会
議

所
 
 

第
4
6回

新
技

術
動

向
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
2/
8

2
0
0
3/
1
2/
8

愛
知

県
 
 

名
古
屋

商
工

会
議

所
 
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

 
主

催
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
研

究
部

門
 
 

第
2回

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

研
究

発
表

会
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
0

2
0
0
3/
1
2/
1
0

愛
知
県

 
 

ナ
デ

ィ
ア

パ
ー

ク
国

際
デ

ザ
イ

ン
セ

ン
タ

ー
 

デ
ザ

イ
ン

ホ
ー

ル
 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(771) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

中
部

セ
ン

タ

ー
、

中
部

経
済

産
業

局
、

名
古

屋
市

、
独

立
行

政
法

人
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

、
名

古
屋

工
業

技
術

協
会

 
 

材
料

産
業

技
術

フ
ォ

ー
ラ

ム
2
00
3
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
0

2
0
0
3/
1
2/
1
0

愛
知
県

 
 

名
古

屋
国

際
会

議
場

 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

計
測

標
準

研
究

部
門

 
 

計
測

標
準

研
究

部
門

第
4
回

成
果

発
表

会
（

ポ
ス

タ

ー
セ
ッ
シ

ョ
ン
）

 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
1

2
0
0
3/
1
2/
1
2

茨
城

県
 
 

第
4・

5・
6会

議
室

 
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
（

社
）

未
踏

科
学

技
術

協
会

・
(
独

)
産

業
技

術
総

合

研
究

所
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 
 

第
2回

持
続

可
能

な
消

費
国

際
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
2

2
0
0
3/
1
2/
1
3

東
京

都
 
 

東
京

ピ
ッ

ク
サ

イ
ト

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
第

7
回

 
健

康
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

先
端

技
術

－
再

生
医

療
・

バ
イ

オ
材

料
・

人
間

生
活

工
学

 
 

2
0
0
3/

1
2/

2
5

2
0
0
3/

1
2/

2
5

東
京

都
 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

研
究

部
門
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

パ
ワ

ー
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス

研
究

セ
ン

タ
ー

電
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
研

究
部

門
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
部

門
生

活
環

境
系

特
別

研
究

体
 
 

研
究

講
演

会
「

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

社
会

と
エ

ネ
ル

ギ

ー
」

～
ユ

ビ
キ

タ
ス

電
子

機
器

の
省

エ
ネ

化
と

マ
イ

ク
ロ

電
源

の
前

線
～

 
 

2
0
0
4/
1
/2
0

2
0
0
4/
1
/2
0

東
京
都

 
 

三
会

堂
石

垣
記

念
ホ

ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

ご
案

内
第

8
回

 
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
／

機
能

性
材

料
／

新
材

料
 
 

2
0
0
4/
1
/2
2

2
0
0
4/
1
/2
2

愛
知
県

 
 

産
総

研
中

部
セ

ン
タ

ー
 

中
部
産
学

官
連
携
研

究
棟

 

連
携

会
議

場
及

び
1
階

エ

ン
ト

ラ
ン

ス
 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

計
測

標
準

研
究

部
門

 
 

計
測

標
準

研
究

部
門

第
5
回

成
果

発
表

会
（

ポ
ス

タ

ー
セ
ッ
シ

ョ
ン
）

 
 

2
0
0
4/

1
/2

2
2
0
0
4/

1
/2

3
茨

城
県

 
 

3
-
9
棟

 
第

4
・

5
・

6
会

議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
東

海
も

の
づ

く
り

創
生

協
議

会
 
 

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

20
04

産
総

研
中

部
セ

ン
タ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/2
2

2
0
0
4/
1
/2
2

愛
知

県
 
 

産
総

研
中

部
セ

ン
タ

ー
 
 

ベ
ン

チ
ャ

ー
開

発
戦

略
研

究
セ

ン
タ

ー
 

開
発

戦
略

企
画

室
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

ベ
ン

チ
ャ

ー
開

発
戦

略
研

究

セ
ン

タ
ー

 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
ベ

ン
チ

ャ
ー

開
発

戦
略

研
究

セ
ン

タ
ー

第
2
回

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
ハ

イ
テ

ク
・

ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

ス
」

 
 

2
0
0
4/

2
/2

2
0
0
4/

2
/2

東
京

都
 
 

丸
ビ

ル
7
F 

丸
ビ
ル

ホ
ー

ル
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

地
域

連
携

室
 
 

主
催

 
産

総
研

ラ
イ

フ
サ

イ
エ

ン
ス

分
野

融
合

会
議

・
産

業

技
術
連
携

推
進
会
議

生
命
工

学
部
会

 
 

平
成

1
5
年

度
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス
分

野
融

合
会

議
・

生
命

工
学

部
会

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

－
研

究
会

合
同

研
究

発
表

・
講

演
会

 
 

2
0
0
4/
2
/3

2
0
0
4/
2
/4

茨
城

県
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

共
用

講
堂

（
2月

3日
）
、

 

中
央

第
6-

9
 

2
階

会
議

室

（
2月

4日
）
 
 

シ
ス

テ
ム

検
証

研
究

ラ
ボ

 
主

催
 

独
立

行
政

法
人

 
科

学
技

術
振

興
機

構
、

独
立

行
政

法
人

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
シ

ス
テ

ム
検

証
研

究
ラ
ボ

 
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
シ

ス
テ

ム
検

証
の

科
学

技
術

 
 

2
0
0
4/
2
/4

2
0
0
4/
2
/6

大
阪

府
 
 

梅
田

ス
カ

イ
ビ

ル
  

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

財
団

法
人

 
中

部
科

学
技

術

セ
ン
タ
ー

財
団
法
人

 
三

重
県

産
業

支
援

セ
ン

タ
ー

 

中
部

の
技

術
シ

ー
ズ

普
及

講
演

会
－

産
総

研
中

部
セ

ン
タ

ー
技

術
普

及
講

演
会

－
－

財
団

法
人

 
中

部
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
 

産
学

官
テ

ク
ノ

プ
ラ

ザ
－

 
 

2
0
0
4/
2
/6

2
0
0
4/
2
/6

三
重

県
 
 

三
重

北
勢

地
域

地
場

産
業

振
興

セ
ン

タ
ー

 
 

ラ
イ

フ
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
ラ

ボ
 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
マ

ニ
ラ

ア
テ

ネ
オ

大
学

共

催
通

信
・

放
送

機
構

、
バ

イ
オ

メ
デ

ィ
カ

ル
コ

ン
ソ

ー
シ
ア
ム

、
PC

ク
ラ

ス
タ

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
後

援
 

Ph
ili

pp
in

e-
Ja

pa
n 

Sy
m

po
si

um
 o

n 
th

e 
M

ed
ic

al
 

Ap
pl

ic
at

io
ns

 
of

 
G

ri
d 

Te
ch

no
lo

gy
 

&
qu

ot
;B

ui
ld

in
g 

th
e 

Fo
un

da
tio

n 
To

w
ar

ds
 a

n 
As

ia
n 

M
ed

ic
al

 G
ri

d 
H

ig
hw

ay
&

qu
ot
; 

医
療
グ

リ
ッ
ド
に
関
す
る
日
比
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
和
文
仮
称
）

2
0
0
4/
2
/1
6

2
0
0
4/
2
/1
6

 
A

te
ne

o 
de

 
M

an
ila

 
U

ni
ve

rs
ity

  



  

(772) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研

究
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
（

独
）

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル

ア
セ

ス
メ

ン
ト

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
世

界
の

LC
A
研

究
の

動
向

と
将

来

へ
の

展
望

」
ー

世
界

の
LC

A
セ

ン
タ

ー
の

連
携

を
目

指
し

て
（

G
A

LA
C
）

 

2
0
0
4/
2
/1
7

2
0
0
4/
2
/1
7

東
京
都

 
 

品
川

プ
リ

ン
ス

ホ
テ

ル
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

 
 

「
東

北
産

学
官

連
携

研
究

棟
（

と
う

ほ
く

O
SL

）
」

オ
ー

プ
ン

記
念

式
典

 
 

2
0
0
4/
2
/1
9

2
0
0
4/
2
/1
9

宮
城
県

 
 

産
総

研
東

北
セ

ン
タ

ー
 

東
北

産
学

官
連

携
研

究
棟

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

 
 

産
総

研
東

北
セ

ン
タ

ー
 

一
般

公
開

  
2
0
0
4/
2
/1
9

2
0
0
4/
2
/1
9

宮
城

県
 
 

産
総

研
東

北
セ
ン
タ

ー
 

東
北

産
学

官
連

携
研

究
棟

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

企

業
・
大
学

連
携
室

 
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「
産

学
官

」
交

流
フ

ォ
ー

ラ
ム

 
 

2
0
0
4/
2
/2
6

2
0
0
4/
2
/2
6

東
京
都

 
 

産
総

研
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標

本
館

 
 

地
質

標
本

館
第

2回
「

地
質

写
真

」
コ

ン
テ

ス
ト

 
 

2
0
0
4/
3
/3

2
0
0
4/
3
/3
1

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

界
面

ナ
ノ

ア
ー

キ
テ

ク
ト

ニ
ク

ス
研

究
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
界

面
ナ

ノ
ア

ー
キ

テ
ク

ト
ニ

ク
ス

研
究

セ
ン

タ
ー

 
 

第
3
回

界
面

ナ
ノ

ア
ー

キ
テ

ク
ト

ニ
ク

ス
ワ

ー
ク

シ

ョ
ッ
プ

 
 

2
0
0
4/
3
/3

2
0
0
4/
3
/3

茨
城

県
 
 

共
用

講
堂

 
大

会
議

室
 
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
半

導
体

M
IR

A
Iプ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
独

立
行

政
法

人
産

業

技
術

総
合

研
究

所
次

世
代

半
導

体
研

究
セ

ン
タ

ー
技

術
研
究
組

合
 

超
先

端
電

子
技

術
開

発
機

構
 
 
 

半
導

体
M

IR
A

Iプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 

高
誘

電
率

（
H

ig
h-

k）
材

料
ゲ

ー
ト

ス
タ

ッ
ク

技
術

ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

 
 

2
0
0
4/
3
/9

2
0
0
4/
3
/9

東
京

都
 
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ

ー
 
 

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

研
究

部
門
 
 

主
催

 
主

催
：

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
協

賛
：

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

ビ
ジ

ネ
ス

推
進

協
議

会
参

加
費

：
無

料
締

切
：

定
員

に
な

り
次

第
開

催
日

時
：

3
月

18
日

1
0
:0

0－
17

:
2
0 

 

N
an

ot
ec

h 
2
0
0
4
サ

テ
ラ

イ
ト

会
議

「
N

an
o-

B
iz

-
B

io
 
2
00

4
 
－

ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

に
よ

る
物

づ
く

り
産

業
の

再
生

－
」

 

2
0
0
4/

3
/1

8
2
0
0
4/

3
/1

8
東

京
都

 
 

東
京

ビ
ッ

グ
サ

イ
ト

 
会

議
棟

1
階

レ
セ

プ
シ

ョ
ン

ホ
ー
ル

A
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館
 
 

主
催

 
地

質
標
本

館
 
 

地
質

標
本

館
体

験
学

習
「

自
分

で
作

ろ
う

！
化

石
レ

プ
リ

カ
」

 
 

2
0
0
4/
3
/1
9

2
0
0
4/
3
/1
9

茨
城

県
 
 

地
質

標
本

館
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

主
催

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

 
 

単
一

分
子

バ
イ

オ
計

測
お

よ
び

ナ
ノ

バ
イ

オ
デ

バ
イ

ス
に

関
す

る
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
（

SM
B
2
0
0
4）

 

2
0
0
4/

3
/2

2
2
0
0
4/

3
/2

3
香

川
県

 
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
講

堂
 
 

   



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(773) 

２
．
そ
の
他
参
加
行
事
 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

ヒ
ュ

ー
マ

ノ
イ

ド
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

出
展

 
R

O
B

O
D

E
X
実

行
委

員
会

 
 

R
O

B
O

D
E

X2
0
0
3 
 

2
0
0
3/
4
/2

2
0
0
3/
4
/6

神
奈

川
県

パ
シ

フ
ィ

コ
横

浜
  

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
ド

イ
ツ

産
業

見
本

市
社

 
 

ハ
ノ

ー
バ

ー
・

メ
ッ

セ
20
0
3
 

国
際

産
業

技
術

見
本

市
 
 

2
0
0
3/

4
/7

2
0
0
3/

4
/1

2
ド

イ
ツ

 
ド

イ
ツ

・
ハ

ノ
ー

バ
ー

／

ハ
ノ

ー
バ

ー
国

際
見

本
市

会
場

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
計

測
標

準
研

究
部

門
計

量

標
準
総
合

セ
ン
タ
ー

（
N

M
IJ
）

 
 

TE
ST

2
0
0
3開

催
記

念
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
4
/9

2
0
0
3/
4
/1

1
東

京
都

 
東

京
国

際
展

示
場

  

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

後
援

 
 
 

第
3回

太
陽

光
発

電
世

界
会

議
 
 

2
0
0
3/

5
/1
1

2
0
0
3/

5
/1

6
大

阪
府

 
大

阪
国

際
会

議
場

  

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 
 

出
展

 
リ

ー
ド

エ
グ

ゼ
ビ

シ
ョ

ン
 
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
 
 

第
2回

国
際

バ
イ

オ
E

XP
O

  
2
0
0
3/
5
/1
4

2
0
0
3/
5
/1
6

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 
 

計
測

標
準

研
究

部
門

 
有

機
分

析
科

 
有

機
標

準
研

究
室
 
 

後
援

 
 
 

第
5
1回

質
量

分
析

総
合

討
論

会
 
 

2
0
0
3/
5
/1
4

2
0
0
3/
5
/1
6

茨
城
県

 
共

用
講

堂
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
主

催
：

日
刊

工
業

新
聞

社
、

後
援

：
近

畿
経

済
産

業

局
、

大
阪

府
、

大
阪

市
、

大
坂

商
工

会
議

所
、

（
財

）
大

阪
2
1
世

紀
協

会
、

日
本

貿
易

振
興

会
（

大

阪
支

部
）

 
 

ビ
ジ

ネ
ス

＆
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
フ

ェ
ア

20
0
3関

西
 
 

2
0
0
3/
5
/2
1

2
0
0
3/
5
/2
4

大
阪
府

 
イ

ン
テ

ッ
ク

ス
大

阪
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
社

団
法

人
 
低

温
工

学
協

会
 
 

第
6
8回

20
0
3年

度
春

季
低

温
工

学
・

超
電

導
学

会
 
 

2
0
0
3/
5
/2
1

2
0
0
3/
5
/2
3

茨
城

県
 

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー
共

用
講

堂
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
 
 

「
第

1
3
回

西
日

本
食

品
総

合
機

械
展

・
西

日
本

厨
房

機
器

展
」
「

第
3
回

西
日

本
食

品
材

料
ソ

フ
ト

技
術

展
」

 
 

2
0
0
3/
5
/2
1

2
0
0
3/
5
/2
3

福
岡
県

 
マ

リ
ン

メ
ッ

セ
福

岡
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
 
 

2
0
0
3年

地
球

惑
星

科
学

関
連

学
会

合
同

大
会

 
 

2
0
0
3/
5
/2
6

2
0
0
3/
5
/2
9

千
葉
県

 
幕

張
メ

ッ
セ

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
（

社
）

日
本

原
子

力
産

業
会

議
中

部
原

子
力

懇
談

会
 

平
成

1
5年

度
放

射
線

取
扱

主
任

者
受

験
講

習
会

 
 

2
0
0
3/
5
/2
6

2
0
0
3/
5
/2
9

愛
知
県

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
九

州
経

済
産

業
局

長
 
 

第
1
回

産
学

連
携

に
よ

る
九

州
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

・

知
的
ク
ラ

ス
タ
ー
合

同
成
果

発
表
会

 
 

2
0
0
3/

5
/2

6
2
0
0
3/

5
/2

6
福

岡
県

 
福

岡
国

際
会

議
場

  

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

出
展

 
内

閣
府

、
総

務
省

、
文

部
科

学
省

、
経

済
産

業
省

、

日
本

経
済

団
体

連
合

会
、

日
本

学
術

会
議

 
 

第
2回

産
学

官
連

携
推

進
会

議
 

展
示

会
 
 

2
0
0
3/
6
/7

2
0
0
3/
6
/8

京
都

府
 

国
立

京
都

国
際

会
館

 
 

地
球

科
学

情
報

研
究

部
門

地
質

標
本

研
究

グ
ル

ー
プ

 

共
催

 
 
 

地
質

見
学

会
「

秩
父

の
三

波
川

帯
・

秩
父

帯
・

新
第

三
系
」

 
 

2
0
0
3/
6
/7

2
0
0
3/
6
/8

埼
玉

県
 

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
技

術
研

究
組

合
 

極
端

紫
外

線
露

光
シ

ス
テ

ム
技

術

開
発
機
構

（
E

U
VA

）
 
 

平
成

1
4
年

度
 
極

端
紫

外
線

（
E

U
V
）

露
光

技
術

研

究
成

果
報

告
会

－
E

U
V

リ
ソ

グ
ラ

フ
ィ

技
術

開
発

の
現
状
と

課
題
－

 
 

2
0
0
3/
6
/1
0

2
0
0
3/
6
/1
0

東
京
都

 
コ

ク
ヨ

ホ
ー

ル
（

品
川

）
 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 

認
知

的
イ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

グ
ル

ー
プ

 
 

共
催

 
先

進
的

教
育

情
報

環
境

整
備

推
進

協
議

会
株

式
会

社

東
芝
 
関
西
支

社
 
 

情
報

通
信

月
間

 
参

加
行

事
時

空
間

共
有

型
ビ

ジ
ュ

ア
ル

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
シ

ス
テ

ム
セ

ミ
ナ

ー
 
 

2
0
0
3/

6
/1

0
2
0
0
3/

6
/1

0
大

阪
府

 
グ

ラ
ン

キ
ュ

ー
ブ

大
阪

（
大

阪
国

際
会

議
場

）

1
0
F:

10
0
8会

議
室

  

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
 
 

第
2
回

e
ビ

ジ
ネ

ス
2
0
0
3展

示
会

 
 

2
0
0
3/
6
/1
7

2
0
0
3/
6
/1
9

福
岡
県

 
福

岡
国

際
セ

ン
タ

ー
 
 



  

(774) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

協
賛

 
 
 

日
本

塑
性

加
工

学
会

九
州

支
部

「
第

2
3
期

支
部

総

会
、

第
72
回

技
術

懇
談

会
 
 

2
0
0
3/
6
/2
0

2
0
0
3/
6
/2
0

佐
賀
県

 
産

総
研

九
州

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 
 

出
展

 
B

io
te

ch
no

lo
gy

 In
du

st
ry

 O
rg

an
iz

at
io

n 
 

B
IO

 
2
0
0
3
 
A

nn
ua

l C
on

ve
nt

io
n 

 
2
0
0
3/
6
/2
2

2
0
0
3/
6
/2
5

 
W

as
hi

ng
to

n 
C

on
ve

nt
io

n 
C

en
te

r 
  

も
の

づ
く

り
先

端
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 

シ
ス

テ
ム

技
術
研
究

チ
ー
ム

 
 

出
展

 
リ

ー
ド

エ
グ

ジ
ビ

シ
ョ

ン
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
 
 

設
計

・
製

造
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

展
 
 

2
0
0
3/
6
/2
5

2
0
0
3/
6
/2
7

東
京

都
 

東
京

ビ
ッ

ク
サ

イ
ト

 
 

海
洋

資
源

環
境

研
究

部
門

海
洋

地
質

研
究

グ
ル

ー
プ

 

後
援

 
国

際
測

地
学

・
地

球
物

理
学

連
合

（
組

織
委

員
会

）
 

第
2
3
回

国
際

測
地

学
・

地
球

物
理

学
連

合
総

会

（
2
00

3
 
In

te
rn

at
io

na
l U

ni
on

 o
f G

eo
de

sy
 a

nd
 

G
eo

ph
ys

ic
s,

 X
XI

II
 G

en
er

al
 A

ss
em

bl
y）

 
 

2
0
0
3/

7
/1

2
0
0
3/

7
/1

0
北

海
道

 
ロ

イ
ト

ン
札

幌
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の

他
 

 
 

「
ス

ー
パ

ー
サ

イ
エ

ン
ス

・
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
」

事
業

の
一

環
と

し
て

の
体

験
学

習
 
 

2
0
0
3/
7
/3

2
0
0
3/
7
/3

愛
知

県
 

中
部

セ
ン

タ
ー

瀬
戸

サ
イ

ト
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
福

島
県

電
子

機
械

工
業

会
 
 

平
成

1
5年

度
産

学
官

交
流

の
つ

ど
い

  
2
0
0
3/
7
/7

2
0
0
3/
7
/7

福
島

県
 

ウ
エ

デ
ィ

ン
グ

エ
ル

テ
ィ

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
株

式
会

社
 
先

端
So

C
基

盤
技

術
開

発
(
A

SP
LA

)
 

第
一

回
A

SP
LA

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム
～

9
0
nm

 S
oC

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

構
築

に
む

け
て
～

 

2
0
0
3/
7
/9

2
0
0
3/
7
/9

東
京

都
 

東
京

国
際

フ
ォ

ー
ラ

ム
ホ

ー
ル

B
（
7
F）

  

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
｢
測

量
・

地
図

技
術

フ
ェ

ア
in

沖
縄

｣
実

行
委
員

会
 

測
量
・
地

図
技
術
フ

ェ
ア

in
沖

縄
  

2
0
0
3/

7
/1

4
2
0
0
3/

7
/1

8
沖

縄
県

 
沖

縄
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

セ

ン
タ
ー
大

展
示
棟

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
大

学
等

環
境

安
全

協
議

会
 
 

第
1
9回

大
学

等
環

境
安

全
協

議
会

技
術

分
科

会
 
 

2
0
0
3/
7
/1
7

2
0
0
3/
7
/1
8

茨
城

県
 

産
総

研
共

用
講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

協
賛

 
社

団
法

人
 
軽

金
属

学
会

 
九

州
支

部
 
 

第
6
9
回

（
社

）
軽

金
属

学
会

九
州

支
部

例
会

、
役

員

会
 
 

2
0
0
3/

7
/1

8
2
0
0
3/

7
/1

8
佐

賀
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

九

州
セ

ン
タ

ー
 
 

光
技

術
研

究
部

門
 

光
電

子
制

御
デ

バ
イ

ス
グ

ル
ー

プ
 
 

後
援

 
主

催
：

科
学

技
術

振
興

事
業

団
 

戦
略

的
創

造
研

究

推
進

事
業

 
研

究
領

域
「

新
し

い
物

理
現

象
や

動
作

原
理

に
基

づ
く

ナ
ノ

デ
バ

イ
ス

・
シ

ス
テ

ム
等

の
創

製
」

後
援

：
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
徳

島
大

学
、

大
阪

大
学

 
 

C
R

E
ST

&
am

p;
Q

N
N
0
3
 

Jo
in

t 
In

te
rn

at
io

na
l 

W
or

ks
ho

p 
 

2
0
0
3/

7
/2

1
2
0
0
3/

7
/2

3
兵

庫
県

 
兵

庫
県

立
 

淡
路

夢
舞

台

国
際

会
議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
福

岡
ナ

ノ
テ

ク
推

進
会

議
（

福
岡

県
商

工
部

新
産

業
・

技
術

振
興

課
）

 
 

福
岡

ナ
ノ

テ
ク

推
進

会
議

第
１

回
総

会
及

び
福

岡
ナ

ノ
テ

ク
N

O
W
2
0
0
3
製

品
見

本
市

）
  

2
0
0
3/

7
/2

5
2
0
0
3/

7
/2

5
福

岡
県

 
ホ

テ
ル

日
航

福
岡

 
都

久

志
の
間

 
 

電
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
研

究
部

門
 
熱

電
変

換
グ

ル
ー
プ

 

協
力

 
独

立
行

政
法

人
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

 
統

一
公

開
 

サ
イ

エ
ン

ス
実

験
シ

ョ
ー

「
お

湯
か

ら
電

気
を

つ
く

る
！

？
」

 
 

2
0
0
3/

7
/2

6
2
0
0
3/

7
/2

6
茨

城
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

共
用

講
堂

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
 
 

平
成
15
年
度
「
も
の
づ
く
り
ブ
ラ
ン
ド

N
AG

O
YA

」

事
業
  

2
0
0
3/
8
/1

2
0
0
4/
3
/3
1

愛
知
県

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
社

団
法
人

 
日
本
エ

ネ
ル

ギ
－

学
会

 
西

部
支

部
 

N
E

D
O

九
州

支
部

 
 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
木

質
バ

イ
オ

マ
ス

の
エ

ネ
ル

ギ
－

利
用

／
林

業
の

現
状

と
エ

ネ
ル

ギ
－

利
用

へ
の

シ
ナ

リ
オ

 
 

2
0
0
3/
8
/1

2
0
0
3/
8
/1

大
分

県
 

日
田

玖
珠

地
域

産
業

振
興

セ
ン

タ
－

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

分
散

シ
ス

テ
ム

デ
ザ

イ
ン

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

出
展

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
 
 

第
1
5回

統
一

公
開

  
2
0
0
3/
8
/2

2
0
0
3/
8
/2

北
海

道
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
 
 

「
第

4
回

モ
ノ

づ
く

り
総

合
展

九
州

2
0
03

」
「

第
3
回

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

総
合

展
2
0
0
3
」

 
 

2
0
0
3/
8
/3

2
0
0
3/
9
/5

福
岡

県
 

福
岡

国
際

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学
官
連

携
部
門

  
共

催
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

北
海

道
中

小
企

業
家

同
友

会
産
学
官

連
携
研

究
会

（
H

oP
E
) 
 

H
oP

E
 v

s.
 A

IS
T 

Su
m

m
er

 S
es

si
on

 
2
0
0
3 
 

2
0
0
3/
8
/8

2
0
0
3/
8
/8

北
海

道
 

産
総

研
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(775) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

協
力

 
主

催
：
「

青
少

年
の

た
め

の
科

学
の

祭
典

」
大

阪
大

会
実

行
委

員
会

、
（

財
）

日
本

科
学

技
術

振
興

財

団
・

科
学

技
術

館
、

日
本

物
理

教
育

学
会

近
畿

支

部
、
（

社
）

日
本

物
理

学
会

大
阪

支
部

、
大

阪
市

教

育
委

員
会

、
大

阪
市

立
科

学
館

、
関

西
サ

イ
エ

ン

ス
・

フ
ォ

ー
ラ

ム
、

読
売

新
聞

大
阪

本
社

、
後

援
：

文
部

科
学

省
、

大
阪

府
教

育
委

員
会

、
ほ

か
 
 

ふ
し

ぎ
と

遊
ぼ

う
！

青
少

年
の

た
め

の
科

学
の

祭
典

2
0
0
3 

サ
イ

エ
ン

ス
フ

ェ
ス

タ
 
 

2
0
0
3/

8
/2

3
2
0
0
3/

8
/2

4
大

阪
府

 
ハ

ー
ビ

ス
ホ

ー
ル

  

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

そ
の
他

 
独

立
行

政
法

人
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 
産

学
官

連
携

部
門

 
 

A
IS

T・
「

産
学

官
」

交
流

フ
ォ

－
ラ

ム
 
 
 

2
0
0
3/
8
/2
8

2
0
0
3/
8
/2
8

東
京

都
 

臨
海

副
都

心
セ

ン
タ

－
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
武

蔵
工
業

大
学

 
 

ハ
ン

ド
メ

イ
ド

電
気

自
動

車
レ

ー
ス

（
H

M
-E

V
R
）

2
0
0
3」

 
 

2
0
0
3/

8
/3

0
2
0
0
3/

8
/3

0
茨

城
県

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

つ

く
ば

北
セ

ン
タ

ー
・

周
回

路
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
 
 

第
5回

ハ
ッ

ト
ン

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/
9
/2

2
0
0
3/
9
/6

愛
知

県
 

愛
知

大
学

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

東
北

セ
ン

タ
ー

、
岩

手
県

工

業
技

術
セ

ン
タ

ー
、

東
北

産
学

官
連

携
協

議
会

 
 

第
3回

東
北

産
業

技
術

研
究

交
流

会
 
 

2
0
0
3/
9
/4

2
0
0
3/
9
/4

岩
手

県
 

ホ
テ

ル
メ

ト
ロ

ポ
リ

タ
ン

盛
岡
 

N
ew

 
W

in
g 

 

地
球

科
学

情
報

研
究

部
門

 
後

援
 

 
 

第
1
3回

ゴ
ー

ル
ド

シ
ュ

ミ
ッ

ト
国

際
会

議
 
 

2
0
0
3/
9
/7

2
0
0
3/
9
/1
2

岡
山

県
 

く
ら

し
き

-作
陽
大

学
 
 

産
学

官
連

携
部

門
  

共
催

 
経

済
産

業
省

北
海

道
経

済
産

業
局

、
（

財
）

北
海

道

科
学

技
術

総
合

振
興

セ
ン

タ
ー

（
文

書
で

北
海

道
セ

ン
タ

ー
に

依
頼

が
あ

り
、

共
催

を
了

承
し

て
お

り
ま

す
。）

 
 

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

フ
ォ

ー
ラ

ム
 

20
0
3
  
 

2
0
0
3/
9
/9

2
0
0
3/
9
/9

北
海

道
 

京
王

プ
ラ

ザ
ホ

テ
ル

札
幌

 
 

国
際

部
門

 
 

出
展

 
ス

イ
ス

経
済

省
TO

P 
N

A
N

O
 
2
1
  

N
an

of
ai

r 
2
0
0
3
  

2
0
0
3/
9
/9

2
0
0
3/
9
/1
1

 
O
l
m

a 
M

es
se

n 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
主

催
：

中
小

企
業

庁
、

近
畿

経
済

産
業

局
、

共
催

：

中
小

企
業

総
合

事
業

団
、

中
小

企
業

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

 
 

2
0
0
3中

小
企

業
ビ

ジ
ネ

ス
フ

ェ
ア

 
in

 K
A

N
SA

I 
 

2
0
0
3/
9
/1
0

2
0
0
3/
9
/1
2

大
阪
府

 
イ

ン
テ

ッ
ク

ス
大

阪
 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

出
展

 
（

社
）

日
本

分
析

機
器

工
業

会
 
 

2
0
0
3分

析
展

 
 

2
0
0
3/
9
/1
0

2
0
0
3/
9
/1
2

千
葉
県

 
幕

張
メ

ッ
セ

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

出
展

 
財

団
法

人
 
機

械
産

業
記

念
事

業
財

団
 
 

TE
PI

A
第

1
6
回

展
示

｢
ロ

ボ
ッ

ト
と

近
未

来
ホ

ー
ム

～
日
本
を

元
気
に
す

る
新
技

術
～

｣
 
 

2
0
0
3/

9
/1

0
2
0
0
4/

7
/2

3
東

京
都

 
T
E
P
I
A
（

機
械

産
業

記
念

館
）

1
階

 
 

計
測

標
準

研
究

部
門

 
力

学
計

測
科

 
圧

力
真

空
標

準
研

究
室

 
 

出
展

 
日

本
真
空

工
業
会
、

日
本
真

空
協
会

 
 

Va
cu

um
 
2
0
0
3
 第

2
5回

真
空

展
 
 

2
0
0
3/

9
/1

0
2
0
0
3/

9
/1

2
東

京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
西

1

ホ
ー
ル

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
社

団
法

人
 

自
動

車
技

術
会

 
 

第
1回

 
全

日
本

学
生

フ
ォ

ー
ミ

ュ
ラ

大
会

 
 

2
0
0
3/
9
/1
0

2
0
0
3/
9
/1
2

静
岡

県
 

富
士

ス
ピ

ー
ド
ウ

ェ
イ

 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
 

共
催

 
持

続
性

木
質

資
源

工
業

技
術

研
究

会
・

京
都

府
・

京

都
府

立
大

学
 
 

持
続

性
木

質
資

源
工

業
技

術
研

究
会

第
2
9回

研
究

会
 

2
0
0
3/
9
/1
1

2
0
0
3/
9
/1
1

京
都

府
 

京
都

府
立

大
学

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
社

団
法

人
 

未
踏

科
学

技
術

協
会

 
傾

斜
機

能
材

料

研
究
会

 
 

第
2
回

 
傾

斜
機

能
材

料
の

実
用

化
に

関
す

る
ワ

ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
 
 

2
0
0
3/
9
/1
2

2
0
0
3/
9
/1
2

東
京

都
 

工
学

院
大

学
 
大

会
議

室
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
愛

知
県

陶
磁

資
料

館
 
 

#
N

A
M

E
?
 

2
0
0
3/

9
/1

3
2
0
0
4/

3
/2

8
愛

知
県

 
愛

知
県

陶
磁

資
料

館
 

南

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

 

協
賛

 
社

団
法

人
 

資
源

・
素

材
学

会
 

海
洋

資
源

部
門

委

員
会
国
際

海
洋
・
極

地
工

学
会

(
IS

O
PE

)
 
 

第
5
回

国
際

海
洋

・
極

地
工

学
会

深
海

底
鉱

物
資

源

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/

9
/1

5
2
0
0
3/

9
/1

9
茨

城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用

講
堂

ほ
か

 
 



  

(776) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

も
の

づ
く

り
基

盤
技

術
支

援
室
 
 

後
援

 
北

海
道

中
小

企
業

家
同

友
会

産
学

官
連

携
研

究
会

（
H

oP
E
）

 
 

H
oP

E
マ

ッ
チ

ン
グ

広
場

2
00

3
～

産
学

官
連

携
交

流

会
～

 
 

2
0
0
3/

9
/1

5
2
0
0
3/

9
/1

5
北

海
道

 
北

海
道

大
学

学
術

交
流

会

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室
 
 

共
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

地
質

調
査

総
合

セ
ン

タ
ー

日

本
地

質
学

会
 
 

地
質

情
報

展
2
0
03

し
ず

お
か

 
プ

レ
ー

ト
の

出
会

う

場
所
で

 
 

2
0
0
3/

9
/1

9
2
0
0
3/

9
/2

1
静

岡
県

 
グ

ラ
ン

シ
ッ

プ
展

示
ギ

ャ

ラ
リ

ー
（

静
岡

県
コ

ー
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
ア

ー
ツ

セ
ン

タ
ー
）

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
新

エ
ネ

ル
ギ

－
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

 
九

州

支
部
 
 

ク
リ

－
ン

・
コ

－
ル

九
州

－
韓

国
交

流
フ

ォ
－

ラ
ム

2
0
0
3
 

2
0
0
3/

9
/2

4
2
0
0
3/

9
/2

4
福

岡
県

 
ア

ク
ロ

ス
福

岡
国

際
会

議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
E

XC
O

(D
ae

gu
 E

xh
ib

iti
on

 &
am

p;
 C

on
ve

nt
io

n 
C

en
te

r)
,K

or
ea

 T
ra

de
-I

nv
es

tm
en

t 
Pr

om
ot

io
n 

A
ge

nc
y 

 

D
ae

gu
 

In
te

rn
at

io
na

l 
Au

to
m

at
ic 

M
ac

hi
ne

ry
 

&
am

p;
 T

oo
ls

 E
xh

ib
iti

on
 2
00
3 
(D

AM
EX

20
03
) 

2
0
0
3/
9
/2
5

2
0
0
3/
9
/2
8

 
E

XC
O

 (
D

ae
gu

 
E

xh
ib

iti
on

 &
am

p;
 

C
on

ve
nt

io
n 

C
en

te
r)
 
 

研
究

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

社
会

基
盤

（
地

質
）
・

海

洋
担

当
 
 

出
展

 
全

国
地

質
調

査
業

協
会

連
合

会
 
 

全
地

連
 

技
術

ｅ
フ

ォ
ー

ラ
ム

2
0
03
 

さ
い

た
ま

 
 

2
0
0
3/
9
/2
5

2
0
0
3/
9
/2
6

埼
玉

県
 

ソ
ニ
ッ
ク

シ
テ
ィ

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

開
発

技
術

研
究

組
合

 
 

糖
鎖

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

(
糖

鎖
構

造
解
析
技

術
開
発

)
発

足
記
念

講
演
会

 
 

2
0
0
3/

9
/3

0
2
0
0
3/

9
/3

0
東

京
都

 
虎

ノ
門

パ
ス

ト
ラ

ル
(
東

京
農
林
年

金
会
館

)
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
主

催
：

TO
YR

O
新

事
業

創
出

推
進

会
議

、
共

催
：

池
田

銀
行

・
自

然
総

研
、

後
援

：
近

畿
経

済
産

業

局
、

大
阪

府
、

産
総

研
、
（

財
）

大
阪

科
学

技
術

セ

ン
タ

ー
、

大
阪

府
商

工
会

議
所

連
合

会
、

兵
庫

県
商

工
会

議
所

連
合

会
、
（

財
）

ひ
ょ

う
ご

中
小

企
業

活

性
化
セ
ン

タ
ー

、（
財

）
新

産
業

創
造

研
究

機
構

 
 

TO
YR

O
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ッ
チ

ン
グ

フ
ェ

ア
2
0
0
3
 

－
ニ

ー
ズ

と
シ

ー
ズ

の
新

た
な

出
会

い
－

 
 

2
0
0
3/
1
0/
2

2
0
0
3/
1
0/
3

大
阪
府

 
マ

イ
ド

ー
ム

お
お

さ
か

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
超

高
温
材

料
国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

実
行

委
員

会
 
 

超
高

温
材

料
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
3
in

た
じ

み
 
 

2
0
0
3/

1
0/

2
2
0
0
3/

1
0/

3
岐

阜
県

 
セ

ラ
ミ

ッ
ク

パ
ー

ク

M
IN

O
国

際
会

議
場

 
 

産
学

官
連

携
部

門
  

後
援

 
全

国
繊

維
工

業
技

術
協

会
 
 

第
4
1回

全
国

繊
維

技
術

交
流

プ
ラ

ザ
  

2
0
0
3/
1
0/
4

2
0
0
3/
1
0/
5

愛
媛

県
 

今
治

地
域

地
場

産
業

振
興

セ
ン

タ
ー

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
 

出
展

 
（

社
）

日
本

地
震

学
会

 
 

日
本

地
震

学
会

秋
季

大
会

 
 

2
0
0
3/
1
0/
6

2
0
0
3/
1
0/
8

京
都

府
 

国
立

京
都

国
際

会
館

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
北

九
州

学
術

研
究

都
市

産
学

連
携

フ
ェ

ア
実

行
委

員

会
、

財
団

法
人

 
北

九
州

産
業

学
術

推
進

機
構

〔
FA

IS
〕

 
 

北
九

州
学

術
研

究
都

市
第

3
回

産
学

連
携

フ
ェ

ア
・

展
示
会

 
 

2
0
0
3/

1
0/

8
2
0
0
3/

1
0/

1
0

福
岡

県
 

財
団

法
人

 
北

九
州

学
術

研
究
都
市

体
育
館

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
特

許
庁

、
中

部
経

済
産

業
局

 
 

特
許

流
通

フ
ェ

ア
中

部
2
0
03
 
 

2
0
0
3/
1
0/
8

2
0
0
3/
1
0/
1
0

愛
知
県

 
名

古
屋

市
中

小
企

業
振

興

会
会
館

 
 

次
世

代
半

導
体

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

出
展

 
（

社
）
日

本
半
導
体

製
造
装

置
協
会

 
 

半
導
体
製

造
技
術

Fo
ur

m
2
0
0
3
ビ

ジ
ュ

ア
ル

コ
ー

ナ

ー
 
 

2
0
0
3/
1
0/
8

2
0
0
3/
1
0/
9

神
奈

川
県

パ
シ

フ
ィ

コ
横

浜
  

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
主

催
：
（

社
）

近
畿

化
学

協
会

、
（

社
）

大
阪

工
研

協

会
、

後
援

：
文

部
科

学
省

、
近

畿
経

済
産

業
局

、
大

阪
府

、
大

阪
市

、
大

阪
商

工
会

議
所

 
 
 

第
1
5
回

“
化

学
発

進
新

た
な

出
会

い
”

 
技

術
・

情

報
交

流
展

2
00

3
 
 

2
0
0
3/

1
0/

8
2
0
0
3/

1
0/

1
0

大
阪

府
 

千
里

ラ
イ

フ
サ

イ
エ

ン
ス

セ
ン

タ
ー

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
産

学
交

流
テ

ク
ノ

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

20
03

実
行

委
員

会
 

産
学

交
流

テ
ク

ノ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
20

03
 
 

2
0
0
3/
1
0/
8

2
0
0
3/
1
0/
3
0

愛
知
県

 
名

古
屋

市
中

小
企

業
振

興

会
館

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
日

本
経

済
新

聞
社

  
日

経
ナ

ノ
テ

ク
フ

ェ
ア

2
0
03
 
 

2
0
0
3/
1
0/
8

2
0
0
3/
1
0/
1
0

東
京
都

 
東

京
国

際
展

示
場

＜
東

京

ビ
ッ

ク
゛

サ
イ

ト
＞
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担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
 
 

第
8
回

IU
M

R
S
先

進
材

料
国

際
会

議
  

2
0
0
3/
1
0/
8

2
0
0
3/
1
0/
1
3

神
奈

川
県

パ
シ

フ
ィ

コ
横

浜
  

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
 
 

2
0
0
3年

度
 
新

機
能

素
子

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 

(
FE

D
2
0
0
3
)
 
 

2
0
0
3/

1
0/

8
2
0
0
3/

1
0/

9
東

京
都

 
経

団
連

会
館

・
経

団
連

ホ

ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
北

九
州

学
術

研
究

都
市

産
学

連
携

フ
ェ

ア
実

行
委

員

会
、

財
団

法
人

 
北

九
州

産
業

学
術

推
進

機
構

〔
FA

IS
〕

 
 

北
九

州
学

術
研

究
都

市
第

３
回

産
業

連
携

フ
ェ

ア
・

公
開

セ
ミ

ナ
－

 
 

2
0
0
3/

1
0/

9
2
0
0
3/

1
0/

9
福

岡
県

 
財

団
法

人
 

北
九

州
産

業

学
術

推
進

機
構

 
産

学
連

携
セ

ン
タ

－
中

会
議

室
 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

ク
リ

ー
ン

動
力

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

出
展

 
V

N
U

 s
po

rt
s 

gr
ou

p 
 

IN
TE

R
 B

IK
E

O
U

TD
O

O
R

 D
E

M
O

  
2
0
0
3/
1
0/
1
0

2
0
0
3/
1
0/
1
1

 
B

oo
tle

g 
C

an
yo

n 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

ク
リ

ー
ン

動
力

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

出
展

 
V

N
U

 s
po

rt
s 

gr
ou

p 
 

IN
TE

R
 B

ID
E

IN
TE

R
N

AT
IO

N
A

L 
B

IC
YC

LE
 

E
XP

O
 

2
0
0
3/
1
0/
1
2

2
0
0
3/
1
0/
1
4

 
Sa

nd
s 

C
on

ve
nt

io
n 

C
en

te
r 

 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 
 

出
展

 
日

本
学

術
会

議
、

日
本

デ
ザ

イ
ン

学
会

、
日

本
感

性

工
学
会

 
 

第
6
回

ア
ジ

ア
デ

ザ
イ

ン
国

際
会

 
デ

ザ
イ

ン
オ

ブ

エ
ク

セ
レ

ン
ス

展
示

会
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
4

2
0
0
3/
1
0/
1
6

茨
城
県

 
つ

く
ば

国
際

会
議

場
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
IP

TC
国

際
光

触
媒

技
術

展
20

03
事

務
局

 
E

.J
.
ク

ラ
ウ
ス
＆

ア
リ
シ
エ

イ
ト
日

本
支
社

 
 

IP
TC

国
際

光
触

媒
技

術
展

2
00

3
 
 

2
0
0
3/

1
0/

1
5

2
0
0
3/

1
0/

1
7

東
京

都
 

東
京

ビ
ッ

グ
サ

イ
ト

・
西

ホ
ー
ル

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

出
展

 
全

国
社

会
福

祉
協

議
会

 
保

健
福

祉
広

報
協

会
 
 

第
3
0回

 
国

際
福

祉
機

器
展

 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
5

2
0
0
3/
1
0/
1
7

東
京

都
 

東
京

国
際

展
示

場
「

東
京

ビ
ッ

グ
サ

イ
ト

」
東

展
示

ホ
ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
E

.J
.ク

ラ
ウ

ス
＆

ア
ソ

シ
エ

ー
ト

日
本

支
社

 
 

国
際

光
触

媒
技

術
展

2
00
3
 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
5

2
0
0
3/
1
0/
1
7

東
京

都
 

東
京

ビ
ッ

ク
サ

イ
ト

 

西
4ホ

ー
ル

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
九

州
経

済
産

業
局

、
中

小
企

業
総

合
事

業
団

、
中

小

企
業

ベ
ン

チ
ャ

ー
総

合
支

援
セ

ン
タ

ー
九

州
 
 

ベ
ン

チ
ャ

ー
プ

ラ
ザ

九
州

20
0
3
 

2
0
0
3/
1
0/
1
6

2
0
0
3/
1
0/
1
6

福
岡
県

 
ハ

イ
ア

ッ
ト

・
リ

ー
ジ

ェ

ン
シ

ー
・

福
岡

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

後
援

 
み

や
ぎ

い
い

モ
ノ

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

20
03

実
行

委
員

会
 

み
や

ぎ
い

い
モ

ノ
テ

ク
ノ

フ
ェ

ア
20

03
 

2
0
0
3/
1
0/
1
7

2
0
0
3/
1
0/
1
8

宮
城
県

 
み

や
ぎ

産
業

交
流

セ
ン

タ

ー
（

夢
メ

ッ
セ

み
や

ぎ
）

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
岐

阜
県

陶
磁

器
工

業
協

同
組

合
連

合
会

 
 

第
1
7回

ニ
ュ

ー
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
フ

ェ
ア

岐
阜

20
0
3 
 

2
0
0
3/
1
0/
1
8

2
0
0
3/
1
0/
2
0

岐
阜

県
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
パ

ー
ク

M
IN

O
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
独

立
行

政
法

人
 

航
空

宇
宙

技
術

研
究

所
 

角
田

宇

宙
推

進
技

術
研

究
所

 
第

2
回

国
際

ビ
ー

ム
エ

ネ
ル

ギ
ー

推
進

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

実
行

委
員

会
 
 

第
2
回

国
際

ビ
ー

ム
エ

ネ
ル

ギ
ー

推
進

シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
（

IS
B

E
P2

）
  

2
0
0
3/

1
0/

2
0

2
0
0
3/

1
0/

2
3

宮
城

県
 

せ
ん

だ
い

メ
デ

ィ
ア

テ
ー

ク
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
北

九
州

市
、（

財
）

西
日

本
産

業
貿

易
見

本
市

協
会

 
エ

コ
・

テ
ク

ノ
20
0
3
〔

地
球

環
境

・
新

エ
ネ

ル
ギ

ー

技
術

展
＆

セ
ミ

ナ
ー

〕
（

グ
リ

－
ン

・
ベ

ン
チ

ャ

ー
・

マ
ー

ケ
ッ

ト
）

 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
2

2
0
0
3/
1
0/
2
4

福
岡
県

 
西

日
本

総
合

展
示

場
新

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
中

小
企

業
総

合
事

業
団

技
術

交
流

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

実

行
委

員
会

 
 

北
陸

技
術

交
流

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

2
0
03
  

2
0
0
3/
1
0/
2
2

2
0
0
3/
1
0/
2
4

福
井
県

 
福

井
県

産
業

会
館

・
福

井

県
生

活
学

習
館

・
福

井
県

中
小

企
業

産
業

大
学

校
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

協
賛

 
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

 
 

N
E

D
O

か
ん

さ
い

フ
ォ

ー
ラ

ム
2
0
0
3
PL

U
S 

 
2
0
0
3/

1
0/

2
2

2
0
0
3/

1
0/

2
2

大
阪

府
 

イ
ン

テ
ッ

ク
ス

大
阪

 
国

際
会

議
ホ

ー
ル

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

知
的

イ
ン

タ
フ

ェ
ー

ス
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

出
展

 
（

社
）

日
本

自
動

車
工

業
会

 
 

第
3
7回

 
東

京
モ

ー
タ

ー
シ

ョ
ー

20
03
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
4

2
0
0
3/
1
1/
5

千
葉

県
 

幕
張

メ
ッ

セ
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
財

団
法

人
 

日
立

地
区

産
業

支
援

セ
ン

タ
ー

・
中

小

企
業
総
合

事
業
団

 
 

ひ
た

ち
テ

ク
ノ

フ
ェ

ア
 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
4

2
0
0
3/
1
0/
2
5

茨
城
県

 
マ

ー
ブ

ル
ホ

ー
ル

  



  

(778) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
財

団
法

人
 
国

際
超

電
導

産
業

技
術

研
究

セ
ン

タ
ー

 
第

1
6回

国
際

超
電

導
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
  

2
0
0
3/
1
0/
2
7

2
0
0
3/
1
0/
2
9

茨
城

県
 

つ
く

ば
国

際
会

議
場

 
 

産
学

官
連

携
部

門
  

出
展

 
経

済
産

業
省

中
小

企
業

庁
、

関
東

経
済

産
業

局
 
 

2
0
0
3中

小
企

業
ビ

ジ
ネ

ス
フ

ェ
ア

in
 T

ok
yo

 
 

2
0
0
3/
1
0/
2
9

2
0
0
3/
1
0/
3
1

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 

東
1ホ

ー
ル

 
 

環
境

管
理

研
究

部
門

 
地

球
環

境
評

価
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

共
催

 
 
筑

波
研

究
推

進
協

議
会

、
（

財
）

日
本

産
業

技
術

振

興
協
会

 
 

A
I-

ST
講

演
会

「
デ

ィ
ー

ゼ
ル

自
動

車
排

ガ
ス

に
よ

る
環

境
へ

の
影

響
」

－
微

小
粒

子
を

中
心

に
、

現
状

と
展

望
ー

 
 

2
0
0
3/
1
0/
3
1

2
0
0
3/
1
0/
3
1

東
京
都

 
新

橋
住

友
ビ

ル
会

議
室

 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
 

共
催

 
持

続
性

木
質

資
源

工
業

技
術

研
究

会
  

持
続

性
木

質
資

源
工

業
技

術
研

究
会

第
3
0回

研
究

会
 

2
0
0
3/
1
0/
3
1

2
0
0
3
/
1
0
/
3
1

愛
知
県

 
ポ

ー
ト

メ
ッ

セ
な

ご
や

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
主

催
：

滋
賀

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

メ
ッ

セ
実

行
委

員
会

後
援

：
経

済
産

業
省

、
環

境
省

、
近

畿
経

済
産

業

局
。

日
本

貿
易

振
興

会
、
（

社
）

関
西

経
済

連
合

会
、

Ｎ
Ｅ

Ｄ
Ｏ

、
外

 
 

び
わ

湖
環

境
ビ

ジ
ネ

ス
メ

ッ
セ

2
0
03
  

2
0
0
3/
1
1/
5

2
0
0
3/
1
1/
7

滋
賀
県

 
滋

賀
県

立
長

浜
ド

ー
ム

 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

協
賛

 
社

団
法

人
日

本
電

気
計

測
器

工
業

会
 
 

計
測

展
20
0
3
TO

K
YO

 
 

2
0
0
3/
1
1/
5

2
0
0
3/
1
1/
7

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

熱
・

物
質

移
動

制
御

研
究

グ
ル

ー
プ

 
 

共
催

 
社

団
法

人
 

可
視

化
情

報
学

会
 
 

つ
く

ば
地

区
研

究
施

設
の

学
生

見
学

会
･発

表
会

 
 

2
0
0
3/
1
1/
6

2
0
0
3/
1
1/
7

茨
城

県
 

財
団

法
人

日
本

自
動

車
研

究
所

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

 

後
援

 
北

海
道
 

技
術
・
ビ

ジ
ネ

ス
交

流
会

 
実

行
委

員
会

 
ビ

ジ
ネ

ス
E

XP
O
｢
第

1
7
回

 
北

海
道

 
技

術
・

ビ

ジ
ネ
ス
交

流
会

｣
 
 

2
0
0
3/
1
1/
6

2
0
0
3/
1
1/
7

北
海
道

 
ア

ク
セ

ス
サ

ッ
ポ

ロ
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
財

団
法

人
 
日

本
産

業
技

術
振

興
協

会
 
 

「
水

素
等

の
安

全
利

用
技

術
の

課
題

と
展

望
」

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
0

2
0
0
3/
1
1/
1
0

東
京
都

 
虎

ノ
門

パ
ス

ト
ラ

ル
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

開
発

技
術

研
究

組
合

 
 

第
2
1回

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
1

2
0
0
3/
1
1/
1
1

東
京
都

 
虎

ノ
門

パ
ス

ト
ラ

ル
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
特

許
庁

、
九

州
経

済
産

業
局

 
 

特
許

流
通

フ
ェ

ア
2
0
0
3
in

九
州

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
2

2
0
0
3/
1
1/
1
4

福
岡
県

 
西

日
本

総
合

展
示

場
新

館
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
愛

知
県

、
名

古
屋

市
、

名
古

屋
商

工
会

議
所

、
中

日

新
聞

、
社

団
法

人
発

明
協

会
愛

知
県

支
部

 
 

第
5
7回

 
発

明
と

く
ふ

う
展

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
2

2
0
0
3/
1
1/
1
7

愛
知
県

 
名

古
屋

三
越

栄
本

店
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
宮

城
県

、
（

財
）

み
や

ぎ
産

業
振

興
機

構
、

東
北

イ

ン
テ

リ
ジ

ェ
ン

ト
・

コ
ス

モ
ス

構
想

推
進

宮
城

県
委

員
会

、
（

社
）

み
や

ぎ
工

業
会

、
（

株
）

テ
ク

ノ
プ

ラ

ザ
み
や
ぎ

、（
社
）

東
北

ニ
ュ

ー
ビ

ジ
ネ

ス
協

議
会

 

み
や

ぎ
産

学
官

研
究

成
果

発
表

会
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
3

2
0
0
3/
1
1/
1
3

宮
城
県

 
仙

台
国

際
セ

ン
タ

ー
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
人

工
知

能
学

会
人

工
知

能
基

礎
論

研
究

会
 
 

ベ
イ

ジ
ア

ン
ネ

ッ
ト

セ
ミ

ナ
ー

2
0
03
  

2
0
0
3/
1
1/
1
3

2
0
0
3/
1
1/
1
4

京
都

府
 

ぱ
る

る
プ

ラ
ザ

京
都

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
茨

城
県
商

工
労
働

部
 
 

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

2
0
0
3
in

つ
く

ば
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
3

2
0
0
3/

1
1/

1
4

茨
城

県
 

つ
く

ば
カ

ピ
オ

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
東

京
農

工
大

学
 
 

サ
ミ

ッ
ト

2
0
0
3
 

10
0
年

先
か

ら
見

て
み

よ
う

 

『
地

域
・

バ
イ

オ
マ

ス
・

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

』
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
5

2
0
0
3/
1
1/
1
5

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
ク

サ
イ

ト
 

国
際

会
議

場
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 

知
的

財
産

企
画

室
 
 

   

出
展

 
M

ed
ia

 L
iv

e 
In

te
rn

at
io

na
l, 

In
c.

  
C

O
M

D
E

X 
LA

S 
V

E
G

A
S 

2
0
0
3 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
6

2
0
0
3/
1
1/
2
0

 
La

s 
Ve

ga
s 

Co
nv

en
tio

n 
Ce

nt
er
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(779) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

グ
リ

ッ
ド

研
究

セ
ン

タ
ー

 
出

展
 

th
e 

A
ss

oc
ia

tio
n 

fo
r 

C
om

pu
tin

g 
M

ac
hi

ne
ry

 
Sp

ec
ia

l 
In

te
re

st
 

G
ro

up
 

fo
r 

A
rc

hi
te

ct
ur

e 
(A

C
M

 
SI

G
A

R
C

H
) 

an
d 

th
e 

In
st

itu
te

 
of

E
le

ct
ri

ca
l 

an
d 

E
le

ct
ro

ni
cs

 
E

ng
in

ee
ri

ng
 

(I
E

E
E

) C
om

pu
te

r 
So

ci
et

y 
 

SC
20
03
(S

up
er

co
m

pu
tin

g 
Co

nf
er

en
ce

 tr
ad

iti
on

 
of

 
hi

gh
lig

ht
in

g 
th

e 
m

os
t 

in
no

va
tiv

e 
de

ve
lo

pm
en

ts
 in

 h
ig

h-
pe

rf
or

m
an

ce
 c

om
pu

tin
g 

an
d 

ne
tw

or
ki

ng
) 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
7

2
0
0
3/
1
1/
2
0

 
Ph

oe
ni

x 
C

iv
ic

 
Pl

az
a 

C
on

ve
nt

io
n 

C
en

te
r 

 

バ
イ

オ
ニ

ク
ス

研
究

セ
ン

タ
ー
 
 

共
催

 
 
 

国
際

計
測

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
 

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
9

2
0
0
3/

1
1/

1
9

東
京

都
 

東
京

工
科

大
学

 
片

柳
研

究
所
棟

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

出
展

 
日

刊
工

業
新

聞
社

  
第

5回
 
国

際
新

技
術

フ
ェ

ア
2
00
3
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
9

2
0
0
3/
1
1/
2
1

東
京
都

 
東

京
ビ

ッ
グ

サ
イ

ト
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

出
展

 
日

刊
工

業
新

聞
社

  
2
0
0
3ナ

ノ
テ

ク
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

フ
ェ

ア
 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
9

2
0
0
3/
1
1/
2
1

東
京
都

 
東

京
国

際
展

示
場

＜
東

京

ビ
ッ

ク
゛

サ
イ

ト
＞

 
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 

知
的

財
産

企
画

室
 
 

出
展

 
特

許
庁

関
東

経
済

産
業

局
 
 

2
0
0
3特

許
流

通
フ

ェ
ア

in
東

京
 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
9

2
0
0
3/

1
1/

2
1

東
京

都
 

東
京

国
際

展
示

場
（

東
京

ビ
ッ
グ
サ

イ
ト
）

 
 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

ヒ
ュ

ー
マ

ノ
イ

ド
研

究
グ

ル
ー

プ
 
 

出
展

 
（

社
）

日
本

ロ
ボ

ッ
ト

工
業

会
，

日
刊

工
業

新
聞

社
 

2
0
0
3国

際
ロ

ボ
ッ

ト
展

 
 

2
0
0
3/
1
1/
1
9

2
0
0
3/
1
1/
2
2

東
京

都
 

東
京
ビ

ッ
ク

サ
イ

ト
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
経

済
産

業
省

中
小

企
業

庁
、

中
部

経
済

産
業

局
 
 

2
0
0
3中

小
企

業
ビ

ジ
ネ

ス
フ

ェ
ア

in
 N

A
G

O
YA

 
 

2
0
0
3/

1
1/

1
9

2
0
0
3/

1
1/

2
0

愛
知

県
 

名
古

屋
市

中
小

企
業

振
興

会
館

 
 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
究

部
門

 
後

援
 

 
 

第
2
0回

日
韓

国
際

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

セ
ミ

ナ
ー

 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
0

2
0
0
3/
1
1/
2
2

島
根

県
 

島
根

県
民

会
館

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

後
援

 
雇

用
・

能
力

開
発

機
構

、
佐

賀
労

働
局

、
公

共
職

業

安
定
所
、

佐
賀
県
、

佐
賀

県
中

小
企

業
団

体
中

央
会

 

人
と

企
業

の
ふ

れ
あ

い
広

場
SA

G
A
2
0
0
3
 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
0

2
0
0
3/

1
1/

2
0

佐
賀

県
 

マ
リ

ト
ピ

ア
 
 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
 

共
催

 
奈

良
県

森
林

技
術

セ
ン

タ
ー

 
 

平
成

1
3
～

1
4
年

度
中

小
企

業
技

術
開

発
産

学
官

連
携

促
進

事
業

に
か

か
る

成
果

普
及

講
習

会
 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
0

2
0
0
3/

1
1/

2
0

奈
良

県
 

リ
ベ

ル
テ

ホ
ー

ル
  

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

フ
ォ

ー
ラ

ム
組

織
委

員
会

、
東

北

大
学

大
学

院
環

境
科

学
研

究
科

、
東

北
大

学

TU
R

N
s、

日
本

地
熱

学
会

 
 

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
フ

ォ
ー

ラ
ム

 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
1

2
0
0
3/
1
1/
2
3

宮
城
県

 
仙

台
国

際
セ

ン
タ

ー
 
 

環
境

調
和

技
術

研
究

部
門

エ
コ

マ
テ

リ
ア

ル
グ

ル
ー

プ
 
 

後
援

 
財

団
法

人
日

本
産

業
技

術
振

興
協

会
  

廃
棄

物
問

題
の

実
態

と
エ

コ
ビ

ジ
ネ

ス
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
1

2
0
0
3/
1
1/
2
1

東
京

都
 

虎
ノ

門
パ

ス
ト

ラ
ル

‘
ロ

ゼ
’

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
 
 

日
本

地
熱

学
会

平
成

1
5年

学
術

講
演

会
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
1

2
0
0
3/
1
1/
2
3

宮
城
県

 
仙

台
国

際
セ

ン
タ

ー
 
 

テ
ィ

ッ
シ

ュ
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
研

究
セ

ン
タ

ー
 

協
力

 
文

部
科

学
省

 
 

ウ
イ

ン
タ

ー
サ

イ
エ

ン
ス

キ
ャ

ン
プ

  
2
0
0
3/
1
1/
2
2

2
0
0
3/
1
1/
2
4

兵
庫
県

 
産

総
研

関
西

セ
ン

タ
ー

尼

崎
事

業
所

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

出
展

 
特

許
庁

、
近

畿
経

済
産

業
局

 
 

近
畿

特
許

流
通

フ
ェ

ア
2
0
03
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
5

2
0
0
3/
1
1/
2
6

大
阪

府
 

大
阪

国
際

会
議

場
  

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
中

小
企

業
庁

、
東

北
経

済
産

業
局

 
 

2
0
0
3中

小
企

業
ビ

ジ
ネ

ス
フ

ェ
ア

in
 T

O
H

O
K

U
 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
6

2
0
0
3/
1
1/
2
7

宮
城
県

 
江

陽
グ

ラ
ン

ド
ホ

テ
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 
 

出
展

 
財

団
法

人
新

潟
県

県
央

地
域

地
場

産
業

振
興

セ
ン

タ

ー
 
 

モ
ノ

づ
く

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
交

流
フ

ェ
ア

 
 

2
0
0
3/
1
1/
2
7

2
0
0
3/
1
1/
2
8

新
潟
県

 
三

条
・

燕
地

域
メ

ッ
セ

ピ

ア
 
 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室
 
 

 

出
展

 
江

戸
開

府
4
0
0
年

計
量

記
念

事
業

実
行

委
員

会
 
 

江
戸

東
京

博
物

館
企

画
展

「
平

賀
源

内
展

」
－

「
計

量
い

ま
・

む
か

し
展

」
 
 

2
0
0
3/

1
1/

2
9

2
0
0
4/

1
/1

8
東

京
都

 
江

戸
東

京
博

物
館

  



  

(780) 

研究関連業務 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 
感

覚
知

覚
グ

ル
ー
プ

 

共
催

 
主

催
：

感
覚

代
行

研
究

会
共

催
：

産
業

技
術

総
合

研

究
所
 
 

第
2
9回

（
2
00

3年
）

感
覚

代
行

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
3/
1
2/
1

2
0
0
3/
1
2/
2

東
京
都

 
産

総
研

臨
海

副
都

心
セ

ン

タ
ー
4
階
会
議

室
 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
(
財

)
化

学
・

バ
イ

オ
つ

く
ば

財
団

 
 

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く

ば
財

団
創

立
15

周
年

記
念

講
演

会
 
 

2
0
0
3/
1
2/
1

2
0
0
3/
1
2/
1

東
京
都

 
日

本
科

学
未

来
館

 
7階

 

み
ら
い

C
A

N
ホ

ー
ル

 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 
 

出
展

 
（

財
）

埼
玉

県
中

小
企

業
振

興
公

社
 

（
財

）
埼

玉

り
そ

な
産

業
協

力
財

団
 
 

さ
い

た
ま

合
同

シ
ー

ズ
展

（
平

成
15
年

度
第

2回
）

 
2
0
0
3/
1
2/
3

2
0
0
3/
1
2/
3

埼
玉

県
 

ソ
ニ

ッ
ク

シ
テ

ィ
ー

ビ
ル

 
 

グ
リ

ッ
ド

研
究

セ
ン

タ
ー

 
共

催
 

グ
リ

ッ
ド

協
議

会
、

文
部

科
学

省
振

興
調

整
費

「
ア

ジ
ア

グ
リ

ッ
ド

イ
ニ

シ
ア

チ
ブ

」
 
 

グ
リ

ッ
ド

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

・
イ

ン
関

西
2
00
3
 
 

2
0
0
3/
1
2/
8

2
0
0
3/
1
2/
9

愛
知
県

 
大

阪
千

里
ラ

イ
フ

サ
イ

エ

ン
ス
セ
ン

タ
ー

5
F 

「
ラ

イ
フ

ホ
ー

ル
」

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
日

本
学

術
会

議
 

  
持

続
可

能
な

社
会

の
た

め
の

科
学

と
技

術
に

関
す

る

国
際

会
議

20
0
3
－

エ
ネ

ル
ギ

ー
と

持
続

可
能

な
社

会

の
た
め
の

科
学
－

 
 

2
0
0
3/

1
2/

1
6

2
0
0
3/

1
2/

1
9

東
京

都
 

三
田

共
用

会
議

所
  

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

共
催

 
財

団
法

人
 
日

本
産

業
技

術
振

興
協

会
 
 

LC
A
に

お
け

る
環

境
影

響
の

総
合

評
価

 
 

2
0
0
3/
1
2/
1
8

2
0
0
3/
1
2/
1
8

東
京
都

 
ア

ル
カ

デ
ィ

ア
市

ヶ
谷

 

私
学

会
館

「
富

士
の

間
」

 
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部
 
広

報
室

 
 

協
賛

 
計

測
自

動
制

御
学

会
 

SI
（

シ
ス

テ
ム

イ
ン

テ
グ

レ

ー
シ
ョ
ン

）
部
門

 
 

第
4
回

SI
C

E
シ

ス
テ

ム
イ

ン
テ

グ
レ

ー
シ

ョ
ン

部

門
講

演
会

（
SI

20
03

）
 

2
0
0
3/

1
2/

1
9

2
0
0
3/

1
2/

2
1

東
京

都
 

東
海

大
学

代
々

木
キ

ャ
ン

パ
ス

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室
 
 

出
展

 
富

士
川

ま
ち

づ
く

り
株

式
会

社
 
 

体
験

館
ど

ん
ぶ

ら
環

境
学

習
プ

ロ
グ

ラ
ム

「
海

（
駿

河
湾

）
」

 
 

2
0
0
4/
1
/7

2
0
0
4/
4
/5

静
岡

県
 

富
士

川
楽

座
2
F

富
士

川

体
験
館
ど

ん
ぶ
ら

 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室
 
 

出
展

 
「

震
災

対
策

技
術

展
・

学
術

展
・

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

実

行
委

員
会

」
（

財
）

神
戸

国
際

観
光

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
協

会
／

（
財

）
神

戸
市

防
災

安
全

公
社

 
 

第
8回

「
震

災
対

策
技

術
展

2
0
0
4
」
（

神
戸

会
場

）
 
 

2
0
0
4/
1
/2
9

2
0
0
4/
1
/3
0

兵
庫

県
 

神
戸

国
際

展
示

場
（

神
戸

ポ
ー

ト
ア

イ
ラ

ン
ド

）
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

知
的

財
産

部
 

知
的

財
産

企
画

室
 
 

共
催

 
つ

く
ば

サ
イ

エ
ン

ス
・

ア
カ

デ
ミ

ー
  

第
3回

 
つ

く
ば

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

・
シ

ョ
ー

ケ
ー

ス
 

2
0
0
4/
1
/3
0

2
0
0
4/
1
/3
0

茨
城
県

 
つ

く
ば

国
際

会
議

場
 
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 

認
知

的
イ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

グ
ル

ー
プ

 
 

協
力

 
日

本
科

学
技

術
振

興
財

団
 

科
学

技
術

館
 
 

ユ
ニ

バ
ー

ス
ラ

イ
ブ

シ
ョ

ー
 
 

2
0
0
4/
1
/3
1

2
0
0
4/
1
/3
1

東
京

都
 

科
学

技
術

館
 
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室
 
 

出
展

 
「

震
災

対
策

技
術

展
・

学
術

展
・

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

実

行
委

員
会

」
（

財
）

神
戸

国
際

観
光

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
協

会
／

（
財

）
神

戸
市

防
災

安
全

公
社

 
 

第
8回

「
震

災
対

策
技

術
展

2
0
0
4
」
（

横
浜

会
場

）
 
 

2
0
0
4/
2
/5

2
0
0
4/
2
/6

神
奈

川
県

横
浜

国
際

平
和

会
議

場

（
パ

シ
フ

ィ
コ

横
浜

）
展

示
ホ

ー
ル

 
 

シ
ナ

ジ
ー

マ
テ

リ
ア

ル
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

共
催

 
シ

ナ
ジ

ー
マ

テ
リ

ア
ル

研
究

セ
ン

タ
ー

フ
ァ

イ
ン

セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
技

術
研

究
組

合
 
 

第
8
回

シ
ナ

ジ
ー

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
 
 

2
0
0
4/
2
/5

2
0
0
4/
2
/6

東
京

都
 

品
川

プ
リ

ン
ス

ホ
テ

ル
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

共
催

 
中

部
経

済
産

業
局

  
東

海
も

の
づ

く
り

ク
ラ

ス
タ

ー
フ

ォ
ー

ラ
ム

20
0
4 
 

2
0
0
4/
2
/9

2
0
0
4/
2
/9

愛
知

県
 

郵
便

貯
金

会
館

 
メ

ル
パ

ル
ク

名
古

屋
 
 

技
術

と
社

会
研

究
セ

ン
タ

ー
 
 

共
催

 
主

催
：
経

済
産
業

省
 
共

催
：

独
立

行
政

法
人

 

産
業
技
術

総
合
研
究

所
技

術
と

社
会

研
究

セ
ン

タ
ー

独
立

行
政

法
人

 
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

産
業

技
術

総
合

開
発
機
構

 
後

援
：
日

経
ビ
ジ

ネ
ス

 
 
 

ル
ネ

ッ
サ

ン
ス

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
 
 

2
0
0
4/
2
/1
0

2
0
0
4/
2
/1
0

東
京
都

 
全

社
協

灘
尾

ホ
ー

ル
 
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

 

協
力

 
主

催
：

池
田

市
教

育
委

員
会

 
 

サ
イ

エ
ン

ス
デ

ィ
・

イ
ン

池
田

 
 

2
0
0
4/
2
/1
4

2
0
0
4/
2
/1
4

大
阪

府
 

池
田

市
中

央
公

民
館

 
 

生
物

情
報

解
析

研
究

セ
ン

タ
ー

 
統

合
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
解

析
チ

ー
ム

 
 

共
催

 
産

総
研

・
生

物
情

報
解

析
研

究
セ

ン
タ

ー
(
B

IR
C
)
/

生
物
情
報

解
析
研

究
セ

ン
タ

ー
(
JB

IR
C
)
 
 

Th
e 

Th
ird

 W
at

er
fr

on
t 

Sy
m

po
si

um
 o

f 
H

um
an

 
G

en
om

e 
Sc

ie
nc

e 
(W

AS
H
-3
)ヒ

ト
の
総
遺
伝
子
セ

ッ
ト
の
理
解
と
ヒ
ト
ゲ
ノ
ム
科
学
の
将
来
に
向
け
て
  

2
0
0
4/

2
/2

4
2
0
0
4/

2
/2

4
東

京
都

 
産

総
研

 
臨

海
副

都
心

セ

ン
タ
ー
 

4
階

会
議
室

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(781) 

担
当

部
署

 
種

 
別

 
主

催
等

名
称

 
名

 
 

 
 

称
 

開
催

期
間

（
始

）
開

催
期

間
（

終
）

会
場

都
道

府
県

会
 

場
 

名
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

出
展

 
名

古
屋

市
工

業
研

究
所

 
 

平
成

1
5年

度
技

術
融

合
化

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

 
 

2
0
0
4/
2
/2
4

2
0
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３）見  学 

  平成15年度見学視察対応数(ユニット別) 

ユニット名 
対応件数 

(対応箇所数)

企画本部（理事等含む） 148

深部地質環境研究センター 1

活断層研究センター 3

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 5

ライフサイクルアセスメント研究センター 42

パワーエレクトロニクス研究センター 5

生命情報科学研究センター 20

生物情報解析研究センター 33

ティッシュエンジニアリング研究センター 95

ヒューマンストレスシグナル研究センター 45

強相関電子技術研究センター 1

次世代半導体研究センター 167

サイバーアシスト研究センター  30

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 13

ものづくり先端技術研究センター 47

高分子基盤技術研究センター 21

光反応制御研究センター 2

新炭素系材料開発研究センター 8

シナジーマテリアル研究センター 63

超臨界流体研究センター 21

スマートストラクチャー研究センター 15

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 22

グリッド研究センター 8

爆発安全研究センター 24

糖鎖工学研究センター 23

年齢軸生命工学研究センター 10

技術と社会研究センター 2

デジタルヒューマン研究センター 60

近接場光応用工学研究センター 1

ダイヤモンド研究センター 4

バイオニクス研究センター 11

ジーンファンクション研究センター 2

計測標準研究部門 577

地球科学情報研究部門 27

地圏資源環境研究部門 17

海洋資源環境研究部門 8

エネルギー利用研究部門 138

電力エネルギー研究部門 52

環境管理研究部門 53

環境調和技術研究部門 70

情報処理研究部門 33

知能システム研究部門 155

エレクトロニクス研究部門 20

光技術研究部門 103

人間福祉医工学研究部門 224

脳神経情報研究部門 17

物質プロセス研究部門 34

セラミックス研究部門 113

基礎素材研究部門 110

機械システム研究部門 179



研究関連業務 

(784) 

ユニット名 
対応件数 

(対応箇所数)

ナノテクノロジー研究部門 117

計算科学研究部門 5

生物機能工学研究部門 30

計測フロンティア研究部門 1

ゲノムファクトリー研究部門 14

サステナブルマテリアル研究部門 1

地質情報研究部門 1

環境管理技術研究部門 6

人間系特別研究体 23

生活環境系特別研究体 72

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 3

ライフエレクトロニクス研究ラボ 29

メンブレン化学研究ラボ 17

マイクロ空間化学研究ラボ 10

極微プロファイル計測研究ラボ 2

単一分子生体ナノ計測研究ラボ 4

循環バイオマス研究ラボ 6

システム検証研究ラボ 5

先端情報計算センター 1

特許生物寄託センター 4

ベンチャー開発戦略研究センター 6

計量標準管理センター 1

成果普及部門 工業標準部 53

成果普及部門 地質標本館 141

つくばセンター管理・関連部門 779

北海道センター 30

東北センター 2

つくばセンター 11

臨海副都心センター 38

中部センター 4

関西センター 7

合  計 4305

 

４）依頼試験 
  平成15年度依頼試験（鉱工業の科学技術に係る試験及び分析）の実績 

種 類 ・ 項 目 件数（試料数） 手数料収入（円） 実施研究部門等 

火薬類の試験 2件（4試料） 115,800 爆発安全研究センター 

菌株分譲 1件（4本） 48,800 生物機能工学研究部門 

火薬類の試験 1件（1試料） 0（注） 爆発安全研究センター 

材料及び製品の試験 1件（2試料） 0（注） 爆発安全研究センター 

合   計 12件 180,800

 （注）「依頼試験実施要領」（14要領第14号）第3条に規定に基づく国の組織（経済産業省）からの依頼による特例。 

 

５）施設使用 

  平成15年度設備使用（自動車試験道路外部貸出）の実績 

外部貸出日数 使用料収入 

106.5 日 18,336,035 円 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(785) 

６）地質調査 

① 地球科学図 

 本年度の各種地質図類の発行は、20万分の1地質図幅2件、5万分の1地質図幅5件、重力図2件，空中磁気図1件、

水文環境図1件、数値地質図9件である。 

 本年度刊行開始した水文環境図は日本水理地質図の後継シリーズに当たり、CD-ROM 版のみの出版となる． 

 

件  数 
刊 行 物 名 

図類・冊子 
発行部数 摘        要 

 20万分の1地質図幅 2 ・ 0 2,000 福島、熊本 

 5万分の1地質図幅 5 ・ 5 各 1,500 石垣島東北部、戸隠、高砂、水口、粉河 

 重 力 図 2 ・ 0 各 1,100 宮崎地域重力図、鹿児島地域重力図 

 空中磁気図 1 ・ 0 800 神戸－京都地域高分解能空中磁気図 

 水文環境図 CD-ROM 1 1,000 仙台平野 

CD-ROM 1 1,000 G-1 100万分の1日本地質図第3版 CD-ROM 第2版 

CD-ROM 1 500 G-10 200万分の1日本地質図第5版 CD-ROM 版 

CD-ROM 1 1,000
G-13 東・東南アジア地震災害デジタルマップ 

“GeoHazardView” 

CD-ROM 1 1,000 G20-3 20万分の1 数値地質図幅集(東北地方) 

CD-ROM 1 1,000
G20-4 20万分の1 数値地質図幅集(関東、甲信越及び小笠原

諸島) 

CD-ROM 1 1,000 P-2 日本重力 第2版 

CD-ROM 1 1,000
P-5 日本列島及びその周辺域の地温勾配及び地殻熱流量 

データベース 

CD-ROM 1 1,000 E-1 土壌・地質汚染評価基本図 5万分の1姉崎 

数値地質図 

(CD-ROM 版） 

CD-ROM 1 500 GEOLIS＋V.5 

 

② 地球科学研究報告 

 本年度の研究報告書は、地質調査研究報告が54-3号～54-12号5件、活断層・古地震研究報告（2003年）1件、地

質調査総合センター速報4件である。 

刊 行 物 名 件 数 発行部数 摘      要 

地質調査研究報告 5 各 1,650 Vol.54 No.3～Vol.54 No.12 
活断層･古地震研究報告 1 1,800 活断層･古地震研究報告(2003年) 

地質調査総合センター速

報 
4 

300 

300 

270 

 

200 

No.28 Field Guidebook for the Fifth Hutton Synposium 

No.29 ABSTRACT with Program for the Fifth Hutton Symposium
No.30 千島弧－東北日本弧会合部の海洋地質学的研究 

      平成15年度研究概要報告書－釧路沖・日高沖海域－ 

No.31 大阪堆積盆地3次元地盤構造モデル CD-ROM 版 

地質ニュース 12 各 3,000 
No.584～595（地質調査総合センター編集、㈱実業公報社発行1,180部

買い上げ） 

 

③ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、「研究成果普及品有料頒布要領（13要領第2号）」、「地

球科学図及び地球科学データ集の有料頒布管理基準（第75000-20010401-3号）」及び「地球科学図及び地球科学デ

ータ集のコンピュータ複製品の有料頒布管理基準（第75000-20010401-4号）」により、地質調査情報部が有料頒布

業務を遂行することになっており、平成15年度は下記のように有料頒布を行い、収入を得た。 

 

○平成15年度研究成果普及品頒布収入                  12,955,551円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（4社合計） 6,720 10,056,601 

直接販売収入（標本館） 3,748 1,829,945 

直接販売収入（オン・デマンド） 746 1,069,005 

合    計 11,214 12,955,551 
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○平成15年度シリーズ別 頒布部数トップ5 

シリーズ名 頒布部数 

5万分の1地質図幅 3092

数値地質図 1644

20万分の1地質図幅 1151

火山地質図 378

特殊地質図 219

 

○平成15年度出版物別 頒布部数トップ10 

シリーズ名 出版物名 頒布部数 

数値地質図 20万分の1地質図幅集 330 

数値地質図 富士火山地質図 243 

数値地質図 100万分の1日本地質図 第3版 204 

20万分の1地質図幅 甲府 133 

数値地質図 20万分の1数値地質図「北海道北部」 119 

数値地質図 20万分の1数値地質図「北海道南部」 119 

50万分の1活構造図 京都 95 

数値地質図 日本の新生代火山岩の分布と産状 92 

火山地質図 霧島 72 

20万分の1地質図幅 東京 70 

 

④ 文献交換 

 「地質の調査」に係わる研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換を行い、地質

文献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質文献

データベースを構築し、インターネット等で公開を行っている。 

 国内外交換先 

 
計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A. CANADA ＆ 

C. AMERICA
SOUTH 

AMERICA OCEANIA

国 数 156 1 41 35 44 1 12 12 10

機関数 1339 597 267 179 69 97 38 52 40

 

 交換文献内訳 

 
計 地質調査研究報告 その他報告類

地域地質研究報告 

（万地質図幅） 

その他図

幅 
CD-ROM

件 数 27 7 1 5 5 9

所外送付部数 7342 3824 245 775 831 1667

国外送付部数 9072 4069 244 1284 1288 2187

 

⑤ 文献情報活動 

 文献交換等で収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用をめざして、GEOLIS（日本地質文献データベー

ス）、J-MAPI（日本地質図索引図データベース）、G-MAPI（世界地質図索引図データベース）の3種類のデータベ

ースを構築している。GEOLIS と J-MAPI は統合入力システムを試行し、データ入力の迅速化を図ると共に、

Web 公開に向けて検索の完全統合化の調整・整備を行った。データ数は223,709件（内位置情報データは8,927件）、

Web 公開で年間389,137件のアクセス数がある。G-MAPI はデータ数11,722件で、Web 公開での年間アクセス数

は20,215件となっている。今後はさらなる効率化を目指し、3種のデータベースを同一システム上で検索可能なシ

ステムを開発する。 

 受 入 

 
単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚）

研究資料集・

受託研究資料

電子媒体資料

（個） 

購   入 471 111 107 0 13 

寄贈・交換 583 4345 2681 17 264 

計 1054 4456 2788 17 277 
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 製本・修理 （冊） 1,574 

 地質文献データベース 

 採録数 登録数 アクセス件数

GEOLIS 19,079 223,709 389,137

J-MAPI 94 

G-MAPI 2,091 11,722 20,215

 

 閲覧・貸出など情報提供 

つくば地区内相互利用複写枚数 

所外閲覧者 

入館者 

（括弧内外国

人） 

閲覧件数 貸出件数 返却件数 他研→地 

（括弧内件数）

地→他研 

（括弧内件数） 

174 7,188(137) 12,570 2,568 2,479 2,047(188) 32(20) 

 

 地質文献複写外部委託 

件数（件） 通常コピー（枚） カラーコピー（枚） 

2,420 18,589 951 

 

⑥ メタデータ・データベース 

 「地質の調査」の成果を一般に普及し、より高度な利活用をはかると共に、研究活動の一層の効率化を促進させ

るため、研究で用いた様々なデータや成果を利用可能なデータベース化し、又、その検索を高度で効率良く実行す

るためのメタデータを作成する。地質図・地球科学図は「地質の調査」による成果のうちで も一般的で普及が必

要であり、その利活用のために数値化が進められており、政府の「地理情報システム関係省庁連絡会議」と「GIS
アクションプログラム2002-2005」でも主要課題として取り上げられ、電子政府クリアリングハウスで運用してい

る。又、国内の物理探査調査研究活動についてのまとめも公表した。 

 メタデータ整備業務では、平成12年10月の地理情報システム関係省庁連絡会議関連 WG の決定を受けた標準フ

ォーマット（JMP 第1版）に合わせて、地質図等の地球科学図類のメタデータを修正も含めて日本語1,705件、英

語1,140件整備した。電子政府の地理情報クリアリングハウスのノードサーバーの運用を担当して Web 公開してい

る。 

 データベース整備業務では、地質情報整備部会を核として RIO-DB 構築支援等を積極的に行った。 

 地質図類ベクトル数値化整備業務では、1/20万東北地域（13図幅）・関東甲信越及び伊豆小笠原諸島地域（14図

幅）の数値地質図のデータ編集を行った。又、1/20万数値地質図シームレス編集のための準備として、数値化済み

データのうち東北・関東地域の成果を Web 公開し、中部・近畿地域（全18図幅）のデータの再編集を行った。1/5

万地質図（4図幅）及び構造図類（4件）をベクトル数値化し、データの校正・編集を行った。 

 物理探査調査研究活動データベースでは、アンケート等による収集を行い、新規データ1,292件の追加登録と検

索機能の高度化を図った。既存分を合わせて7,576件を整備し、Web による検索が可能となった。 

 

 平成15年度地質図・地球科学図データベース及びメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 

地質図類数値化作成数 27

1/20万地質図 シームレス化準備枚数 18

構造図類数値化数 8

２．メタデータ整備（件数） 

地質図・地球科学図メタデータ登録数 2,845

物理探査調査研究一覧登録数 7,576
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⑦ 地質標本館 

平成15年度 地質標本館行事一覧 

実施期間 特別展 普及講演会 移動標本館 イベント 備考 
入館者・参加

者 

4.15(木) 

～4.20(日) 

2002年度に改修さ

れた新展示の紹介
      

科 学 技 術 週 間

(4.15～20) 
入館者354 

6.24(火) 
  

「スロベニアの温泉と地熱開

発について」 
      参加者15 

7.19(土)       
野外観察会（阿

見町） 
自然と親しむ会 参加者15 

7.26(土) 

～9.28(日) 

富士山 現在・過

去・未来 
        

期間中の入館

者9511 

7.26(土)   
「富士山が噴火するとどうな

るか」 
  

産総研つくばセ

ンター一般公開
  入館者1869 

7.29（火） 

～10.13(月) 

速報：宮城県北部

の地震 
          

7.30(水)   
「アンモナイトと化石レプリ

カの話」 
      参加者58名 

8.1(金)     
九州センタ

ー一般公開
      

8.1(金)     
関西センタ

ー一般公開
      

8.2(土)   「首都圏の沖積層について」       参加者49 

8.22(金)       
「化石のクリー

ニング」 
  

入館者380、 

体験者107 

8.22(金)   「木の葉化石のできかた」       参加者30 

8.23(土)       
「石を割ってみ

よう」 
  

入館者223、 

体験者67 

8.23(土)       
「地球何でも相

談」 
  

入館者223、 

相談者24 

8.31(日)   「水晶の話」       参加者85 

9.10(水)   「温泉の成因と水質」       参加者150 

9.12(木)   
「香川県東部の地質と中央構

造線」 
      参加者13 

9.19(金) 

～20(日) 
      

地質情報展しず

おか 
    

10.8(水) 

～10.9(木) 
  

「大社地域および今市地域の

地質／地質図の作り方」 
      参加者44 

10.15(水)   「地層の話」       参加者85 

10.16(木)   
「石見大田および大浦地域の

地質」 
      参加者42 

10.16(木)   「新潟地域の地質」       

10.17(金)   「新潟地域の地質」       
参加者84 

10.15(水) 

～11.3(月) 
速報：十勝沖地震           

11.5(水) 

～2.29(日) 

地質情報展2003し

ずおか～プレート

の出会う場所で～

          

11.8(土)       
「自分で作ろう

化石レプリカ」
第11回 

入館者315、 

体験者217 

11.25(火)   

「地震と活断層の 新情報」

「軟弱地盤の地質学的特徴と

地震動の増幅特性」 

      参加者約35 

11.26(水)   

「活断層と地震－地震発生の

確率予測に向けて」「火山の

楽しみ方」「地質標本館を使

用した地理教育の可能性」 

      参加者約37 

1.16(金)   ｢地層の話｣       参加者53 

1.17(土)   
「古生物学－貝化石を用いた

研究―」 
      

入館者59、 

視聴者28  

2.19(木)     
東北センタ

ー一般公開
      

2～3月 第2回地質写真展           

3.27(土)       「自分で作ろう 第12回 入館者278、 
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化石レプリカ」 体験者200 

平成15年度地質標本館入館者数 

年  月 入館者数 入館者内訳 

（開館日数） （一日平均） 個 人 団体（件数）

平成15年4月 （26日） 1768人    68人 1026 742（8）

平成15年5月 （27日） 1338人    50人 952 386（10）

平成15年6月 （25日） 1050人    42人 698 352（10）

平成15年7月 （27日） 4131人   153人 3746 385（11）

平成15年8月 （27日） 5358人   198人 4671 687（18）

平成15年9月 （25日） 1676人    67人 1298 378（12）

平成15年10月 （26日） 2444人    94人 1130 1314（26）

平成15年11月 （26日） 2152人    83人 1600 552（16）

平成15年12月 （23日） 697人    30人 504 193（6）

平成16年1月 （23日） 995人    43人 799 196（5）

平成16年2月 （24日） 1108人    46人 937 171（6）

平成16年3月 （26日） 1483人    57人 1141 342（13）

合 計 （305日） 24200人    931人 18502 5698（141）

 

７）計量標準 

① 物理標準 

 法定計量 

種  類 受理個数 検査・試験個数 不合格個数 不合格率（%）

検 定 10 10 0 0.0

型式承認試験 106 71 4 5.6

基準器検査 2,655 2,650 38 1.4

比較検査 136 136 0 0.0

 

 校正・試験等 

種  類 受理個数 検査個数

特定標準器による校正（特定二次標準器） 100 103

特定標準器による校正（特定副標準器） 31 32

依頼試験 175 200

技能試験等校正 61 13

所内校正 65 87

 

② 認証標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画に基づいて、標準物質の生産を行っている。特性値

は、安定性と均一性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いて

いる。また、不確かさを算出した上で、内部の標準物質認証委員会にて審議され、認証標準物質（NMIJCRM)を

随時、頒布している 

 

認証標準物質の一覧表 

（NIMC 認証標準物質） 

識別記号 名   称 頒 布 数 

NIMC CRM4001-a エタノール 4

NIMC CRM4003-a トルエン 0

NIMC CRM4004-a 1，2－ジクロロエタン 0

NIMC CRM5201-a GaAs/AlAs超格子標準物質 9

NIMC CRM5501-a 高分子引張弾性率標準物質 6
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（NMIJ 認証標準物質） 

識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM1001-a 鉄－クロム合金(Cr 5%) 8

NMIJ CRM1002-a 鉄－クロム合金(Cr 10%) 8

NMIJ CRM1003-a 鉄－クロム合金(Cr 20%) 8

NMIJ CRM1004-a 鉄－クロム合金(Cr 30%) 8

NMIJ CRM1005-a 鉄－クロム合金(Cr 40%) 8

NMIJ CRM1006-a 鉄－ニッケル合金(Ni 5%) 6

NMIJ CRM1007-a 鉄－ニッケル合金(Ni 10%) 6

NMIJ CRM1008-a 鉄－ニッケル合金(Ni 20%) 6

NMIJ CRM1009-a 鉄－ニッケル合金(Ni 40%) 6

NMIJ CRM1010-a 鉄－ニッケル合金(Ni 60%) 6

NMIJ CRM1011-a 鉄－炭素合金(C 0.1%) 23

NMIJ CRM1012-a 鉄－炭素合金(C 0.2%) 23

NMIJ CRM1013-a 鉄－炭素合金(C 0.3%) 23

NMIJ CRM1014-a 鉄－炭素合金(C 0.4%) 23

NMIJ CRM1015-a 鉄－炭素合金(C 0.5%) 23

NMIJ CRM1016-a 蛍光Ｘ線用鉄－クロム合金(Cr 40%) 0

NMIJ CRM3001-a フタル酸水素カリウム 0

NMIJ CRM4002-a ベンゼン 0

NMIJ CRM4011-a o-キシレン 0

NMIJ CRM4012-a m-キシレン 0

NMIJ CRM4021-a エチルベンゼン 0

NMIJ CRM4022-a フタル酸ジエチル 0

NMIJ CRM4401-a VOC 三種混合ガス（高濃度） 0

NMIJ CRM4402-a VOC 三種混合ガス（低濃度） 0

NMIJ CRM5001-a ポリスチレンオリゴマー標準物質(PS2400) 0

NMIJ CRM5002-a ポリスチレンオリゴマー標準物質(PS500) 0

NMIJ CRM5502-a 動的粘弾性標準物質(PVC) 0

NMIJ CRM5503-a 動的粘弾性標準物質(PMMA) 0

NMIJ CRM5504-a 動的粘弾性標準物質(PE-UHMW) 0

NMIJ CRM5505-a 動的粘弾性標準物質(PEEK) 0

NMIJ CRM7301-a 海底質（ブチルスズ分析用） 0

NMIJ CRM7302-a 海底質（有害金属分析用） 9

NMIJ CRM7303-a 湖底質（有害金属分析用） 2

NMIJ CRM7304-a 海底質（ポリクロロビフェニル・塩素系農薬類分析用－高濃度） 0
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③ 講習・教習 

平成15年度計量教習実績 

成果普及部門計量研修センター 

講習・教習名 対 象 者 期  間  場 所 受講者数 受講料収入金

前    期 
計量士になろうとする者及び

計量行政機関の職員 
H15.4.7～7.1 3月 つくば 21 2,323,200

一般計量教習 

後    期 同   上 H15.9.1～11.28 3月 つくば 42 2,904,000

一 般 計 量 特 別 教 習 H16.1.13～3.9 2月 つくば 34 1,936,000

濃度関係 H16.1.13～3.3 7週間 つくば 17 3,147,000環境計量特別

教 習 騒音・振動関係 

計量士になろうとする者及び

計量行政機関の職員で一般計

量教習を修了した者 H16.3.4～3.18 2週間 つくば 10 528,000

第一回 計量行政機関等の職員 H15.5.12～6.6 1月 つくば 15 48,400
短期計量教習 

第二回 同   上 H15.11.19～12.17 1月 つくば 37 96,800

計量検定所・計量

検 査 所

新 任 所 長 教 習

都道府県及び特定市の新任所

長 
H15.6.9～6.11 3日 つくば 14   

指 定 製 造

事業者制度教習

当該制度の検査に携わる都道

府県等の職員 
H15.7.22～8.1 2週間 つくば 30   

計量検定所・計量

検 査 所

幹 部 職 員 教 習

都道府県及び特定市の幹部計

量公務員 
H15.7.2～7.4 3日 つくば 12   

環 境 計 量 証 明

事 業 制 度 教 習
都道府県及び特定市の職員 H15.7.7～7.18 2週間 つくば 12   

特定計量証明事業

管 理 者 講 習

当該事業の環境計量士（濃度

関係）であって、ダイオキシ

ン類の実務の経験一年以下の

者 

H15.9.8～9.12 1週間 お台場 10 343,000

校正・試験業務に

係わる品質システ

ム 研 修

NMIJ で校正業務、内部監査

業務に携わっている/携わる予

定のある者 

H15.7.18 1週間 つくば 39   

特 定 教 習 

試験所・校正機関

認定審査員研修

JNLA、JCSS、MLAP 等の審

査員等候補者、審査員等希望

者、及びこれらの者と同等の

審査知識・技術の取得希望者 

H16.2.2～2.6 1週間 つくば 23   

H15.7.22～7.25 29 2,641,900

H15.7.29～8.1 30 2,733,000

H15.8. 5～8.8 30 2,733,000

H15.8.26～8.29 30 2,733,000

H15.9.16～9.19 30 2,733,000

H15.9.30～10.3 30 2,733,000

H15.10.14～10.17 30 2,733,000

H15.10.28～10.31 32 2,915,200

H15.11.4～11.7 29 2,641,900

H14.12.2～12.5 26 2,368,600

濃 度 関 係

H15.12.9～12.12 

各4日間 つくば 

25 2,277,500

H15.9.1～9.5 30 1,731,000

H15.10.6～10.10 30 1,731,000

H15.10.20～10.24 26 1,500,200

環境計量講習 

騒音・振動関係

環境計量士の国家試験に合格

した者であって、施行規則第

51条（登録条件）の条件を満

たさない者。登録しようとす

る区分に係る環境計量証明事

業者等に属し、かつ、計量に

関する実務に1年以上従事して

いる方については、その実務

経験が認められれば環境計量

士として登録することが出来

るので本講習を受講すること

は不要 

H15.11.10～11.14

各5日間 つくば 

24 1,384,800

J I C A 
集 団 研 修 

『アジア太平洋法

定計量システム』

コース 

発展途上国の計量関係公務員 H15.6.2～9.7 14週間 つくば 7 
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８）工業標準 
① JIS/TR 制度の概要 

 日本工業規格（JIS）は、鉱工業品の品質の改善、生産能率の増進、生産の合理化、取引の単純公正化、使用、

消費の合理化を図る等を目的として、鉱工業品の種類、形式、形状、寸法、構造、品質等の要素、また、鉱工業品

の生産方法、設計方法、使用方法等の方法、若しくは試験、検査等の方法その他について規定した技術文書として、

工業標準化法（昭和24年6月1日法律第1 85号）に基づく手続きによって制定される。 

 標準情報（TR）は、JIS 化等の標準化を行うには時期尚早であるが、JIS の制定の前提となる利害関係者のコ

ンセンサスの形成を促進するため、技術情報を早期に市場に公開することが有効である、と主務大臣が、日本工業

標準調査会（JISC）の意見を聴取した上で適切と判断した場合、「標準情報（TR：Technical Reports）」として公

表される。 

 

② 標準化研究 

 産総研では、市場適合性（市場のニーズ及び社会的ニーズ）を確保した社会に役立つ工業標準（ISO、IEC、

JIS、TR）を作成することを目的として、以下の標準化研究を行う。 

イ、標準基盤研究 

 工業標準化を推進するためには、その前提として、関連技術に関する標準化のための基礎的データや評価手法

等の関連情報が必要であるが、産業界を中心とした民間においては標準化のためのデータ等が不足しているか、

ノウハウに属するようなものであって標準化の資料として活用できない場合、産総研が中心となって基礎的デー

タの収集・蓄積・体系化や、試験評価方法の確立の基礎となる評価データの取得・分析等の標準基盤の整備（標

準基盤研究）を推進し、以下に示すいずれかの工業標準原案を作成（規格改正案作成を含む）することを目的と

する。 

・国際標準（ISO、IEC）の獲得が我が国産業の発展に特に欠かせないものであって、国際標準化を行うために研

究開発が不可欠である技術分野に対して国際標準原案作成のための研究開発を実施し、この原案を作成するとと

もに、必要に応じ JIS 原案を作成する。 

・特定の公共目的（環境対応、高齢者・障害者対応等）の達成のために標準化を行う必要があるものであって、そ

のために研究開発が不可欠である技術分野に対して JIS 原案作成のための研究開発を実施し、この原案又は標

準情報（TR）原案を作成するとともに、必要に応じ国際標準原案を作成する。 

ロ、標準情報（TR）化研究 

 産総研において研究中又は研究終了後の研究成果について、標準化の観点からの研究成果の活用を促すため、

JIS 化には、まず、市場に情報提供してその市場適合性を確認する必要性のある技術情報、JIS 化には時期尚早

であるが、迅速かつ的確に規格関連情報として市場に提供することが可能又は必要と思われるもの等に対して、

TR 化のための追加的な研究のための予算措置を行い、 終的に TR 案として報告書をまとめ、その結果から、

産総研の研究成果の活用及び研究成果の実用化までの期間短縮を図ることを目的とする。 

ハ、エネルギー・環境技術標準基盤研究（経済産業省委託） 

 エネルギー政策や環境政策の遂行の観点に立った経済産業省からの要請に基づく標準化テーマについて、産総

研の研究ポテンシャルを活用しつつ、工業標準化に取り組むための研究を行う。工業標準化を行うために必要な、

追加的な研究や、基礎的データ等の関連情報の収集等を行い、工業標準の素案を作成する。 
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平成15年度 ISO/IEC の主な作成実績 

成果普及部門 工業標準部 

№ 規格ナン

バー 
規格名 称 

NP 
(新業務

項目) 

提案日

FDIS 
( 終国際

規格案)

承認日

規格票 

発行日 
提案者 

所属 

ユニット 
研究名 ISO/IEC TC

1 ISO 
16014-

1:2003 

Plastics -- Determination of 
average molecular mass and 
molecular mass distribution 
of polymers using size-
exclusion chromatography -- 
Part 1: General principles
（プラスチック－サイズ除外

クロマトグラフィーを用いた

重合体の平均分子質量及び分

子質量分布の測定－第1部：一

般原則 

    H15.4.1 衣笠 晋一 

中村 茂夫 

(神奈川大学)

服部 滋 

（元物質研）

計測標準研

究部門 

  ISO/TC61 

(プラスチッ

ク)/SC5 

（物理・化

学的性質）

2 ISO 
16014-

2:2003 

Plastics -- Determination of 
average molecular mass and 
molecular mass distribution 
of polymers using size-
exclusion chromatography -- 
Part 2: Universal 
calibration method 
（プラスチック－サイズ除外

クロマトグラフィーを用いた

重合体の平均分子質量及び分

子質量分布の測定－第2部：汎

用校正法） 

    H15.4.1 衣笠 晋一 

中村 茂夫 

(神奈川大学)

服部 滋 

（元物質研）

計測標準研

究部門 

  ISO/TC61 

(プラスチッ

ク)/SC5 

（物理・化

学的性質）

3 ISO 
16014-

3:2003 

 Plastics -- Determination of 
average molecular mass and 
molecular mass distribution 
of polymers using size-
exclusion chromatography -- 
Part 3: Low-temperature 
method（プラスチック－サイ

ズ除外クロマトグラフィーを

用いた重合体の平均分子質量

及び分子質量分布の測定－第3

部：低温法） 

    H15.4.1 衣笠 晋一 

中村 茂夫 

(神奈川大学)

服部 滋 

（元物質研）

計測標準研

究部門 

  ISO/TC61 

(プラスチッ

ク)/SC5 

（物理・化

学的性質）

4 ISO 
16014-

4:2003 

Plastics -- Determination of 
average molecular mass and 
molecular mass distribution 
of polymers using size-
exclusion chromatography -- 
Part 4: High-temperature 
method（プラスチック－サイ

ズ除外クロマトグラフィーを

用いた重合体の平均分子質量

及び分子質量分布の測定－第4

部：高温法） 

    H15.4.1 衣笠 晋一 

中村 茂夫 

(神奈川大学)

服部 滋 

（元物質研）

計測標準研

究部門 

  ISO/TC61 

(プラスチッ

ク)/SC5 

（物理・化

学的性質）

5 ISO 
226:200

3 

Acoustics -- Normal equal-
loudness-level contours （音

響－音の等ラウドネス曲線） 

H11.4. H15.5. H15.8.15 蘆原 郁 

鈴木 陽一 

（東北大学）

他 

技術情報部

門 

（人間福祉

医工学研究

部門） 

H12-14

国 際 共

同 研 究

助 成 事

業 

（ 新 エ

ネ ル ギ

ー ・ 産

業 技 術

総 合 開

発 機 構

助成） 

ISO/TC43

（音響） 
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№ 規格ナン

バー 
規格名 称 

NP 
(新業務

項目) 

提案日

FDIS 
( 終国際

規格案)

承認日

規格票 

発行日 
提案者 

所属 

ユニット 
研究名 ISO/IEC TC

6 ISO/IE
C 14492 

AMD2 

Information technology -- 
Lossy/lossless coding of bi-
level images, AMENDMENT 
2: Extension of adaptive 
templates for halftone coding 
（情報技術－2値画像の非可逆

/可逆符号化、追補2: ハーフ

トーン符号化のための適応テ

ンプレートの拡張） 

H12.12. H15.7. H15.12.12 樋口 哲也 

坂無 英徳 

次世代半導

体研究セン

ター 

H13-15

基 準 認

証 研 究

開 発 事

業 （ 経

済 産 業

省 委

託） 

ISO/IEC 
JTC 1/SC 
29 

（音声、画

像、マルチ

メディアハ

イパー、メ

ディア情報

符号化） 

/WG 1 

 IEC 
61606-4 

Audio and audiovisual 
equipment - Digital audio parts 
- Basic measurements methods 
of audio characteristics – Part 
4: Personal computer（オーデ

ィオ及び視聴覚機器－デジタ

ルオーディオ部品－オーディ

オ特性の基本計測方法－第4部

パーソナルコンピューター） 

H15.10.3

1 

    倉片 憲治 人間福祉医

工学研究部

門 

H13-15

標 準 基

盤研究､ 

TR 
C0028:2

003 

IEC/TC100

（オーディ

オ ・ ビ デ

オ・マルチ

メディアシ

ステムおよ

び機器） 

 ISO 
21358 

Vacuum technology; right 
angle valve; dimensions（L
型真空バルブの形状と寸法） 

H15.9.22     平田 正紘 計測標準研

究部門 

  ISO/TC112

(真空技術)

 ISO 
9803-2 

Vacuum technology - Pipeline 
fittings Mounting dimensions - 
Part 2: Knife edge-flange 
type（継ぎ手の形状と寸法ー

ナイフエッジフランジ用） 

H15.9.22     平田 正紘 計測標準研

究部門 

  ISO/TC112

(真空技術)

 ISO 
6721-

9:1997A
nnex 

Plastics -- Determination of 
dynamic mechanical properties -
- Part 9: Tensile vibration -- 
Sonic-pulse propagation method 
(プラスチック－動的機械特性

の測定方法－第9部：引張振動

－音響パルス伝搬法－参考） 

H15.10.     中山 和郎 高分子基盤

技術研究セ

ンター 

  ISO/TC61 

(プラスチッ

ク ） /SC2

（力学的性

質）/WG4 

 ISO 

6721-12 

Plastics -- Determination of 

dynamic mechanical properties 

-- Part12（プラスチック－動

的機械特性の測定方法－第12

部 圧縮振動法による動的機

械特性の測定方法） 

H15.10.     中山 和郎 高分子基盤

技術研究セ

ンター 

H14 標

準 情 報

（ TR)

化 研

究、 TR 

K0008 

ISO/TC61(

プラスチッ

ク ） /SC2

（力学的性

質）/WG4 

 ISO 
TR22411 

Ergonomic data and guidelines 
for the application of ISO/IEC 
Guide 71 in standards related 
to products and services to 
address the needs of older 
persons and persons with 
disabilities（ ISO/IEC ガイド

71を高齢者・障害者に配慮し

た製品及びサービスへ応用す

るための人間工学データ及び

ガイドライン） 

H15.11.1

7 

    佐川 賢 

倉片 憲治 

人間福祉医

工学研究部

門 

  ISO/TC159

（ 人 間 工

学 ） /WG2

（特別な配

慮が必要な

人のための

人間工学）

   Responsive Link       松井 俊浩 

山 崎  信 行

（慶應義塾大

学） 

デジタルヒ

ューマン研

究センター 

H15-20

戦 略 的

創 造 研

究 推 進

事業 

（JST) 

JTC1/SC25

（情報機器

間 相 互 接

続）/WG4 
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平成14年度JIS／TRの作成実績 

成果普及部門 工業標準部 

№ 
JIS／TS
等の別 

名 称 

経済省 

提出 

年月日 

JISC 
審議 

年月日

公示/公表

年月日 
提案者名 

所属 

ユニット 
研究名 

JISC 審議専

門委員会名

4 TR 
K0007 

工業用水・工場排水中の有機

すず化合物測定方法－ガスク

ロマトグラフィー／誘導結合

プラズマ質量分析法（タイプ

Ⅱ） 

H14.8.9 H14.9.27 H15.4.1 田尾 博明 環境管理研

究部門 

H13TR
化研究 

環境・資源

循環 

5 TR 
C0028 

パーソナルコンピュータのリ

ニア PCM オーディオ信号入出

力性能の測定方法（タイプ

Ⅱ） 

H14.9.26 H15.6.5 H15.7.1 倉片 憲治 人間福祉医

工学研究部

門 

H13 標

準基盤 

電子技術 

6 TR 
A0018 

地質図－ベクトル数値地図の

品質要求事項（タイプⅡ） 

H14.11.20 H15.2.21 H15.5.1 長谷川 功 

鹿野 和彦他

地質調査総

合センター 

H12TR
化研究 

土木技術 

7 JIS 
S0014 

高齢者・障害者配慮設計指針

－消費生活製品の報知音－妨

害音及び聴覚の加齢変化を考

慮した音圧レベル 

H15.2.24

（申出）

H15.7.15 H15.10.20 倉片 憲治 人間福祉医

工学研究部

門 

H13TR
化研究 

H14原 

案作成 

委員会 

消費生活技

術 

8 JIS 
S0031 

高齢者・障害者配慮設計指針

－視覚表示物－年代別相対輝

度の求め方及び光の評価方法 

H15.3.13

（申出）

H15.7.15 H16.1.20 佐川 賢 人間福祉医

工学研究部

門 

H11標 

準基盤 

H14原 

案作成 

委員会 

消費生活技

術 

9 JIS 
S0032 

高齢者・障害者配慮設計指針

－視覚表示物－日本語文字の

小可読文字サイズ推定方法 

H15.3.19

（申出）

H15.7.15 H15.10.20 佐川 賢 人間福祉医

工学研究部

門 

H13標 

準基盤 

H14原 

案作成 

委員会 

消費生活技

術 

 TR 
K0008 

プラスチック－圧縮振動によ

る動的機械特性の求め方（タ

イプⅡ） 

H15.4.18   H15.11.1 中山 和郎 高分子基盤

技術研究セ

ンター 

H14TR
化研究 

化学製品技

術 

 TS 
K0009 

水質－酵母細胞に対する増殖

阻害試験方法（タイプⅡ） 

H15.5.13 H16.2.17 H16.5.20 岩橋 均 ヒューマン

ストレスシ

グナル研究

センター 

酵母細 

胞を用 

いた増 

殖阻害 

を指標 

とした 

バイオ 

アッセ 

イ法の 

開発 

環境・資源

循環 

 TS 
XXXXX 

交流電圧標準のための交直変

換器の試験方法（タイプⅡ） 

H15.6.6     高橋 邦彦 

佐々木 仁 

計測標準研

究部門 

H14TR
化研究 

計測計量技

術 

 JIS 
R1701-1 

ファインセラミックス－光触

媒材料の空気浄化性能試験方

法－第1部：窒素酸化物の除去

性能 

  H15.9.25 H16.1.20 竹内 浩士 環境管理研

究部門 

TR 
Z0018 

窯業 

 TS 
XXXXX 

骨組織の薄切標本の作製方法

（タイプⅡ） 

H16.3.31     岡崎 義光 機械システ

ム研究部門 

H13TR
化研究 

医療用具技

術 
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(13) 国際部門 
  （International Affairs Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第3、 

    つくば中央第7、つくば中央第1 

人 員：73（39）名 

概 要：国際部門は、外国研究機関等の技術政策、研究

動向などを、技術情報部門と連携をとりつつ分析・予測

し、企画本部との連携のもと産総研の国際戦略を企画・

立案、その実現に向けて活動する。本部門は、産総研の

将来に向けての国際展開の重要性、発展性に鑑み、また

国際関連業務の充実を目指してグローバルな視点を大切

にして活動を行う。さらに産総研の海外への成果普及・

技術移転と、積極的な海外共同研究プロジェクト掘り起 

こしのサポートを行う。また外国人外部人材受入審査や

安全保障輸出管理に関する業務を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［国際部門］ 部 門 長 曽良 達生（兼） 

       審 議 役 玉上 正明 

       次  長 西嶋 昭生、北野 邦尋 

       国際コーディネータ 玉上 正明 

                 西嶋 昭生 

                 北野 邦尋 

                 （内3名は併任） 

       総括主幹 宇敷 建一 

   ［国際関係室］ 

      室長 北野 邦尋（兼） 他 12（6）名 

               （内4名は併任） 

   ［国際地質協力室］ 

      室長 石原 丈実 他 11（7）名 

               （内1名は併任） 

   ［国際標準協力室］ 

      室長 岡路 正博 他 15（8）名 

               （内2名は併任） 

   ［国際交流室］ 

      室長 吉岡 孝 他 14（11）名 

               （内3名は併任） 

   ［研究セキュリティ管理部］ 

      部長 川嶋 俊夫 他 10（4）名 

               （内2名は併任） 

 

   附属組織 

    テクノ・グロース・ハウス 8名 

              代表者 山下 安正 

    産総研インターナショナルセンター 

              代表者 山下 安正 

-------------------------------------------------------------------------- 
 

国際関係室（International Relations Office） 

（つくば中央第2） 

概 要：産総研の国際戦略を基に､海外機関と包括的連

携を行い、国際産学官連携を強化することによって研究

所のミッションを遂行するための国際展開を図る。 

また、法人の研究ポテンシャルを強化し、研究のフロン

ティアを拡大するため、海外の主な研究機関と当所の研

究ユニットの連携支援のひとつとして、協定締結や国際

共同研究などを促進する。その他、海外見学者の対応や

産総研国際シンポジウム、海外で行われるメッセ等、海

外とのインターフェースとなる業務を成果普及部門と連

携しながら実施する。 

 

国際地質協力室 

（International Geoscience Cooperation Office） 
（つくば中央第7） 

概 要：地質の調査等に関わる国際協力活動の総括、対

外的窓口の役割を担う。地質・海洋分野の研究関連ユニ

ットと協力して、東・東南アジア地球科学計画調整委員

会（CCOP）、世界地質調査所会議（ICOGS）、世界地

質図委員会等の国際機関や国際プロジェクトの会議への

参画・運営及び地質情報の国際標準化のための情報シス

テム構築を推進する。さらに地質の調査等に関わる国際

協力プロジェクトの企画、立案、調整、運営・管理を行

なう。 

 

国際標準協力室 

（International Metrology Cooperation Office） 
（つくば中央第3） 

概 要：国際度量衡総会、国際法定計量会議、国際度量

衡委員会、量別諮問委員会等の計量標準に係わる国際会

議や相互承認における議決の政策調査、分析、策定、国

際査察の企画、管理ならびに国際比較の管理、国際比較

情報の分析、管理、計量標準に係わる技術協力プロジェ

クトの企画、立案、調整、運営、管理を行う。 

 日本から選出された上記諸機関やその地域組織役員を

支援し、また状況に応じてこれらの事務局機能を果たす。 

 

国際交流室（International Cooperation Office） 

（つくば中央第2） 

概 要：職員の海外派遣、外国人招へい・受け入れ、外

国人研究者の生活支援（AIC）、国際交流に係わる研修、

見学、国際共同研究、国際会議、国際ワークショップ等 

の開催支援等に係わる業務を行う。 

 また、海外への技術協力、海外派遣者の安全に関する

調査、緊急時におけるマニュアル等の整備を行う。 

 

研究セキュリティ管理部 

（Research Security Control Division） 
（つくば中央第2） 
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概 要：外部人材の一元的なデータ整理・研究所のセキ

ュリティ確保を目的とした外部人材事前登録に関わる業

務を行なう。 

 また、産総研の職員が、安全保障輸出規制に適切に対

応し国際的な活動を展開していけるよう、安全保障輸出

管理関連法規の遵守に必要な情報発信及び安全保障輸出

管理規程類の作成を含め、安全保障輸出管理に関する業

務を行なう。 

 

テクノ・グロース・ハウス 

（Techno-Growth House（TGH）） 

（つくば中央第1） 

概 要：テクノ・グロース・ハウスは、研究者ベースで

のより活発な国際研究交流を官民問わず支援するために 

設置され、国際的な研究交流活動を行うために海外から

来る研究者に対して、オフィスファシリティー、国際会

議室、資料室などの日本における活動拠点を提供するこ

とを目的としている。 

 

産総研インターナショナルセンター 

（The AIST International Center(AIC)) 
（つくば中央第1） 

概 要：産総研インターナショナルセンターは、産業技

術総合研究所に滞在する外国人研究者およびその家族の

生活上の支援を目的に、日本語研修、日本文化研修、日

本産業事情視察、交流会、および生活相談業務等の支援

事業を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
 

 

１）海外出張 

表１ 平成15年度外国出張者数（予算別）                   （件） 

区   分 受  付 取 消 等 実出張数 

産総研予算による出張 2,652 66 2,601

外部機関からの依頼による出張 305 2 292

外部機関からの受託による出張 4 0 4

外部制度による支出 31 0 31

外国の研究機関等から招聘による出張 92 3 90

文科省科研費による出張 72 1 71

計 3,156 72 3,089

※上表の件数は平成15年度出張申請書受理ベースの件数です。 
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表２ 平成15年度外国出張者数（国別） 

計 
区分／国名 

件数 割合 
1 内 部

2 公益法

 人等依頼

3 民間等

 より受託

4 外部 

  制度 

5 海外か 

 らの招聘 

6 文科省

科研費 

米国 1,061 29.6% 915 101 2 10 13 20

フランス 282 7.9% 246 28   1 5 2

ドイツ 246 6.9% 210 23   2 3 8

韓国 233 6.5% 179 13   5 32 4

英国 159 5.1% 130 22   2 3 2

中国 144 4.0% 121 11   1 4 7

タイ 115 3.2% 90 15   1 8 1

イタリア 115 3.2% 103 10   1   1

カナダ 109 3.0% 97 7   1 1 3

オーストラリア 100 2.8% 84 10   1 1 4

オランダ 90 2.5% 67 19   2 2   

台湾 78 2.2% 59 5     6 8

スイス 77 2.1% 67 9   1     

シンガポール 74 2.1% 64 2 2   4 2

スペイン 67 1.9% 64     2   1

オーストリア 62 1.7% 53 6     1 2

スウェーデン 61 1.7% 53 5     1 2

トルコ 32 0.9% 29 3         

ベルギー 30 0.8% 25 2     1 2

メキシコ 28 0.8% 25 2       1

ヴィエトナム 27 0.8% 21 6         

ポルトガル 24 0.7% 22 1       1

デンマーク 22 0.6% 16 2   1 1 2

ロシア 22 0.6% 12 9       1

ニュー・ジーランド 21 0.6% 19 2         

ギリシャ 21 0.6% 18 3         

ポーランド 20 0.6% 20           

マレイシア 18 0.5% 17 1         

ノールウェー 18 0.5% 14 3     1   

チェッコ 18 0.5% 16     1 1   

ハンガリー 18 0.5% 17 1         

フィリピン 17 0.5% 16       1   

ブラジル 17 0.5% 13       1 3

クロアチア 12 0.3% 11 1         

インドネシア 11 0.3% 8 2     1   

スロベニア 11 0.3% 11           

インド 10 0.3% 9 1         

モンゴル 10 0.3% 7 3         

フィンランド 10 0.3% 10           

アイルランド 10 0.3% 10           

チリ 7 0.2% 6       1   

アルゼンティン 6 0.2% 3 3         

ルーマニア 6 0.2% 5 1         

スロヴァキア 4 0.1% 3 1         

南アフリカ共和国 4 0.1% 3 1         

カンボディア 3 0.1% 3           

イラン 3 0.1% 2 1         

エジプト 3 0.1% 3           

モーリタニア 3 0.1%   3         

スリ・ランカ 2 0.1%   1     1   

ブルガリア 2 0.1% 1 1         

ウクライナ 2 0.1% 1 1         

セネガル 2 0.1%   2         

ミャンマー 1 0.0% 1           
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計 
区分／国名 

件数 割合 
1 内 部

2 公益法

 人等依頼

3 民間等

 より受託

4 外部 

  制度 

5 海外か 

 らの招聘 

6 文科省

科研費 

ラオス 1 0.0%   1         

パラグァイ 1 0.0%   1         

サウディ・アラビア 1 0.0%   1         

ケニア 1 0.0%   1         

タンザニア 1 0.0% 1           

ガーナ 1 0.0% 1           

ウズベキスタン 1 0.0% 1           

リトアニア 1 0.0%   1         

ブルネイ 1 0.0% 1           

ペルー 1 0.0% 1           

日本（海外在住） 25 0.7% 24 1         

計 3,583 100.0% 3,028 349 4 32 93 77

（1つの出張で数カ国またがる場合にはそれぞれの国にカウントされております。） 

実出張者数 3,089  2,601 292 4 31 90 71
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表３ 平成15年度外国出張者数（ユニット別） 

区 分／組 織 計 1 内部
2 公益
法人等
依頼

3 民間
等より
受託 

4 外部
制度 

5 海外
からの
招聘

6 文科
省科研

費 

110 理事長 8 4 1     3   

110 理事 17 16       1   

123 研究コーディネーター 8 6 2         

125 顧問 2 2           

130 企画本部 21 14 7         

140 評価部 1 1           

211 深部地質環境研究センター 24 23       1   

212 活断層研究センター 63 55 6     1 1

213 化学物質リスク管理研究センター 18 18           

214 フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 14 10 4         

215 ライフサイクルアセスメント研究センター 38 27 9     2   

216 パワーエレクトロニクス研究センター 21 21           

217 生命情報科学研究センター  39 31 7       1

218 生物情報解析研究センター 26 19 3     3 1

219 ティッシュエンジニアリング研究センター 34 27 2     3 2

221 ヒューマンストレスシグナル研究センター 18 17 1         

222 強相関電子技術研究センター 48 48           

223 次世代半導体研究センター 38 36         2

224 サイバーアシスト研究センター 47 42 4   1     

225 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 12 10 1     1   

226 ものづくり先端技術研究センター 11 10 1         

227 高分子基盤技術研究センター  20 16 1     3   

228 光反応制御研究センター  18 17       1   

229 新炭素系材料開発研究センター 14 11 1       2

230 シナジーマテリアル研究センター 30 29 1         

231 超臨界流体研究センター 17 14 1   1 1   

232 スマートストラクチャー研究センター 22 18       1 3

233 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 18 12 3   1   2

234 グリッド研究センター 88 61 24     3   

235 爆発安全研究センター 10 10           

236 糖鎖工学研究センター 33 30 2     1   

237 年齢軸生命工学研究センター 11 8 2     1   

238 技術と社会研究センター 28 26 2         

239 デジタルヒューマン研究センター 41 38 1     2   

240 近接場光応用工学研究センター 22 20 2         

241 ダイヤモンド研究センター 11 8 3         

242 バイオニクス研究センター 5 5           

243 ジーンファンクション研究センター 8 6     1   1

310 計測標準研究部門 273 235 24   1 9 4

320 地球科学情報研究部門 81 65 13   1 2   

321 地圏資源環境研究部門 101 78 14   4 4 1

322 海洋資源環境研究部門 59 42 11   1 2 3

323 エネルギー利用研究部門 157 137 18   1 1   

324 電力エネルギー研究部門 120 94 13   4 3 6

325 環境管理研究部門 102 81 10     3 8

326 環境調和技術研究部門 80 71 2   2 3 2

327 情報処理研究部門 47 29 16       2

328 知能システム研究部門 112 105 3   1 2 1

329 エレクトロニクス研究部門 65 53 7 3 1 1   

330 光技術研究部門 90 79 3   1 6 1

333 人間福祉医工学研究部門 78 66 7 1   1 3

334 脳神経情報研究部門 40 34 1   1 1 3

335 物質プロセス研究部門 24 20 4         
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部内 1 計 織 組／分 区
2 公益
法人等
依頼

3 民間
等より
受託 

4 外部
制度 

5 海外
からの
招聘

6 文科
省科研

費 

  2 2  41696 門部究研スクッミラセ 633

  4 1  13696 門部究研材素礎基 733

3      59677 門部究研ムテスシ械機 833

12    51494 門部究研ージロノクテノナ 933

22 1  10262 門部究研学科算計 043

62    115547  門部究研学工能機物生 143

73    30334 体究研別特系間人 104

12    38445 体究研別特系境環活生 204

412 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 11 11           

1      25181 ボラ究研スクニロトクレエフイラ 414

          88 ボラ究研学化ンレブンメ 814

          44 ボラ究研学化間空ロクイマ 914

420 先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 1 1           

        3811 ボラ究研測計ルイァフロプ微極 124

     2    79 ボラ究研ンョシクンァフンージ 224

          44 ボラ究研測計ノナ体生子分一単 324

          88 ボラ究研スマオイバ環循 424

  3 2  13191 ボラ究研証検ムテスシ 524

          33 ーロェフ 194

          55 ータンセ託寄物生許特 026

          4141 ータンセ究研略戦発開ーャチンベ 036

        2801 門部報情術技 017

          5252 門部携連官学産 027

  1    28213 門部及普果成 057

  2 1  96586 門部際国 067

  1    113 監督監 339

        123 ータンセ国中 739

        1  1 ータンセ国四 839

          22 ータンセ州九 939

          6373 ）等員究研員客（他のそ 999

         

合         計 3,089 2,601 292 4 31 90 71

         

1709 13 4292106,2980,3 数 者 張 出 実

 

 

表４ 平成14年度外国出張者数（目的別） 

計 
区分／目的 

件 数 割 合 
1.内部 

2.公益法

人等依頼

3.民間等

より受託

4.外部 

 制度 

5.海外か 

 ら招聘 

6.文科省

 科研費

国際会議・学会等 2,464 64.7% 2,184 178 3 13 37 49

動向調査 533 14.0% 446 59 0 10 8 10

実地調査 195 5.1% 150 33 1 0 2 9

在外研究 46 1.2% 33 3 0 5 3 2

共同研究 271 7.1% 225 21 0 6 10 9

技術協力 67 1.8% 33 21 0 0 12 1

交渉折衝 65 1.7% 53 12 0 0 0 0

在外研修 15 0.4% 14 0 0 0 0 1

その他 150 3.9% 96 26 0 3 25 0

合計 3,806 100% 3,234 353 4 37 97 81

 

注（1つの出張で目的が数種類ある場合にはそれぞれの目的にカウントされております。） 

 

実出張者数 3,089  2,601 292 4 31 90 71

1
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表５ 産総研職員を招聘した外国機関等 

機  関  名 国 名 人数

BIOLAND R&D Center 韓国 1

IAEA（国際原子力機関） 韓国 1

ICHWC2004事務局 韓国 1

International Conference on Polymer Batter 韓国 1

Electronics and Telecommunications Research Institute（韓国電子通信研究院） 韓国 1

KISTI（韓国科学技術情報研究院），Supercomputing Center 韓国 1

KITECH（韓国生産技術研究院） 韓国 1

KSF 韓国 1

Korea Institute of Energy Research（韓国エネルギー研究院） 韓国 2

Korea Institute of Geoscience & Mineral Resources（韓国地質資源研究院） 韓国 3

Korea Institute of Machinery & Materials（韓国機械研究院） 韓国 1

Korea Research  Institute of Bioscience and Biotechnology (KRIBB) 韓国 1

Korea Research Insititutel of Standards and Science (KRISS) 韓国 2

Korea Ocean Research and Development Institute（韓国海洋研究所） 韓国 1

Korean Advanced Institute of Science and Technology（韓国産業技術総合研究所） 韓国 1

Korean Ministery of Commerce,Industry&Energy（韓国 産業資源部） 韓国 1

Kwang-ju Institute of Science and Technology（光州科学技術研究院） 韓国 1

Optical Society of Korea（韓国工学会） 韓国 1

Pohang University 韓国 1

Pohang University of Science and Technology 韓国 1

Yeungnam University 韓国 1

韓国技術標準院 韓国 1

韓国資源環境地質学会 韓国 1

韓国先端科学研究所 韓国 1

韓国釜慶国立大学 韓国 1

東義大学 韓国 1

昌原大学 韓国 1

全南大学（韓国光州） 韓国 1

（財）工業技術研究院：CMS/ITRI（台湾） 台湾 3

（台湾）中国工程師学会 台湾 1

台湾国立中央大学 台湾 1

台湾経済部中央地質調査所 台湾 1

国連環境計画（UNEP） フィリピン 1

シンガポール国立大学 インドネシア 1

APEC タイ 1

Coordinating Committee for Goscience Programmes in East and Southeast Asia (CCOP)  タイ 1

Metallurgy and Material Science Research Institute Chulalongkorn University タイ 1

National Center for Genetic Engineering and Biotechnology タイ 1

NIMT（国家計量標準機関） タイ 3

NSTDA（タイ科学技術開発庁） タイ 1

IAEA（国際原子力機関） スリランカ 1

A＊STAR シンガポール 1

シンガポール国立大学 シンガポール 3

ハルビン工業大学 中国 1

吉林大学 中国 1

大連化学物理研究所 中国 1

中国科学院 中国 1

Australian National University（オーストラリア国立大学） オーストラリア 1

Drexel 大学 米国 1

Education and Research Centre Wythenshawe Hospital 米国 1

GGF8（Global Grid Forum8） 米国 1

Interim IODP PLanning Office 米国 1
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機  関  名 国 名 人数

Nike Inc. 米国 2

Northwestern University 米国 1

University of Michigan（ミシガン大学） 米国 1

マサチューセッツ工科大学 米国 2

イリノイ大学 米国 3

アジア太平洋計量計画（APMP） カナダ 1

Inmetro ブラジル 1

3rd International  Workshop on Methane Hydrates R&D 主催者 チリ 1

在日英国大使館 英国 3

Institut fur Physikalische Chemie der Universitat Gottingen ドイツ 1

Intenational Continental Scientific Drilling Project（国際陸上掘削計画） ドイツ 1

Max Planck Institute of Biochemistry ドイツ 1

Bureau de Recherches Geologiques et Minieres フランス 1

Human Frontier Science Program 機構（HFSPO） フランス 1

在日フランス大使館 フランス 1

ルイ・パスツール大学 フランス 2

European Commission ベルギー 1

駐日オランダ大使館 オランダ 1

Delft University of Technology オランダ 1

University of Science and Technology ノールウェー 1

南デンマーク大学 デンマーク 1

IAEA オーストリア 1

The Swedish Agency for Innovation Systems スウェーデン 1

チェコ科学アカデミー チェコ 1

合          計   93 

注：（1つの出張で複数の機関から招聘されている場合にはそれぞれの機関にカウントしております。） 
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２）外国人研究者受入 

表６ 平成15年度外国人研究者受入実績（制度別） 

受入制度 受入人数 取り扱い部門 
外国人客員研究員 263 国際部門、産官学連携部門（国内申請15件） 
（内 JSPS/STAフェロー 52人）   
ウィンターインスティテュート  13 国際部門 
JSPSサマープログラム   3 国際部門 
科学技術特別研究員   3 産官学連携部門 
重点研究支援協力員  30 産官学連携部門 
NEDO養成技術者  14 産官学連携部門 
JICA研修  43 国際部門 
技術研修  91 国際部門、産官学連携部門（国内申請79件） 
共同研究派遣  62 産官学連携部門 
非常勤職員 323 能力開発部門 
その他  16 国際部門 

計 861  

（新規受入分、滞在6日以上） 

 

表７ 平成15年度外国人研究者受入実績（国籍別） 

国  籍 受入人数 

中 国 300 

韓 国 125 

インド  61 

米 国  35 

フランス  29 

タイ  26 

英国  20 

インドネシア  20 

ドイツ  19 

ロシア  17 

台湾  16 

バングラデシュ  12 

トルコ  12 

カナダ  12 

フィリピン  11 

イタリア  11 

ポーランド   8 

ブルガリア   8 

オランダ   8 

エジプト   7 

ウクライナ   7 

日本   6 

オーストラリア   5 

ベトナム   5 

その他46カ国  81 

合  計 861 
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３）技術研修 
 「独立行政法人産業技術総合研究所技術研修規程」(13規程第23号)に則り、企業及び大学等から派遣された者（外国

籍）に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展及び継承を図るために技術研修を実

施している。 
 また、国際協力事業団（JICA）や文部科学省、（社）科学技術国際交流センター（JISTEC）からの依頼により、

JICA 集団研修、個別研修、サマープログラム研修、ウインターインスティテュート研修を実施している。 
 平成15年度は、6日以上滞在の技術研修員受入数は71名、5日以下29名の総数100名を受け入れた。 

（平成14年度から継続滞在 [6日以上滞在 14名] を含むと、114名となる。） 
 
表８ 平成15年度 外国人技術研修受入実績   

制   度 受入人数 5日以下 計 

技術研修（JCCA／サマー／ウインター 研修以外） 12 1 13 

サマープログラム研修 3   3 

ウィンターインスティテュート研修 13   13 

JICA 個別研修 8 27 35 

JICA 集団研修／国別特設 

  「アジア太平洋法定計量システム」及び「タイ国別特設：国家計量標準」 11 1 12 

  「ウクライナ国別特設：石炭鉱山保安技術」 5   5 

  「環境調和技術」 4   4 

  「産業標準・評価技術」 4   4 

  「石炭鉱山技術」 11   11 

  合計 71 29 100 

 

H14からの継続 

JICA 集団研修 「環境調和技術」 （H14 からの継続） 6   6 

JICA 集団研修 「産業標準・評価技術」 （H14 からの継続） 6   6 

JICA 個別研修 （H14 からの継続） 1   1 

技術研修 （H14 からの継続） 1   1 

  合計 14   14 

      

 H14からの継続を含む合計 85 29 114 

 
表９ 平成15年度 外国人技術研修受入実績（ユニット毎） 
制度 ユニット 受入人数 5日以下 計 

技術研修（JICA／サマー／ウインター 研修以外） 12 1 13 

  【ユニット別内訳】     

  活断層研究センター 4   

  マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1   

  ライフサイクルアセスメント研究センター   1  

  生物情報解析研究センター 2   

  地圏資源環境研究部門 1   

  電力エネルギー研究部門 1   

  光技術研究部門 1   

  生物機能工学研究部門 1   

    知能システム研究部門 1    

      

サマープログラム研修 3   3 

  【ユニット別内訳】    

  地球科学情報研究部門 1   

  光技術研究部門 1   

    知能システム研究部門 1    

 

 

ウィンターインスティテュート研修 13   13 



研究関連業務 

(806) 

  【ユニット別内訳】    

  ライフサイクルアセスメント研究センター 1   

  界面ナノアーキテクトニクス研究センター 3   

  バイオニクス研究センター 1   

  計測標準研究部門 1   

  エネルギー利用研究部門 1   

  環境管理研究部門 1   

  基礎素材研究部門 （九州センター） 1   

  機械システム研究部門 1   

  ナノテクノロジー研究部門 1   

  生物機能工学研究部門 1   

    脳神経情報研究部門 （臨海副都心センター） 1    

      

JICA 個別研修 8 27 35 

  【ユニット別内訳】    

  機械システム研究部門 2   

  生活環境系特別研究体 （関西センター） 1   

  地球科学情報研究部門 1 3  

  地圏資源環境研究部門   5  

  海洋資源環境研究部門   2  

  環境管理研究部門 3 5  

  環境調和技術研究部門 1   

  研究コーディネータ ライフサイエンス担当 （臨海副都心センター）   1  

  国際部門 国際関係室   8  

  国際部門  国際地質協力室   2  

    顧問   1   

      

JICA 集団研修／国別特設      

  「アジア太平洋法定計量システム」及び「タイ国別特設：国家計量標準」 11 1 12 

  【ユニット別内訳】    

    国際部門  国際標準協力室 11 1 12

  「ウクライナ国別特設：石炭鉱山保安技術」 5   5 

  【ユニット別内訳】    

    地圏資源環境研究部門 5    

  「環境調和技術」 4   4 

  【ユニット別内訳】    

  生物機能工学研究部門 2   

  メンブレン化学研究ラボ （東北センター） 1   

  生活環境系特別研究体 （関西センター） 1   

  「産業標準・評価技術」 4   4 

  【ユニット別内訳】    

  ライフサイクルアセスメント研究センター 1   

  環境管理研究部門 1   

  メンブレン化学研究ラボ （東北センター） 1   

    生活環境系特別研究体 （関西センター） 1    

  「石炭鉱山技術」 11   11 

  【ユニット別内訳】    

    地圏資源環境研究部門 11    

  合計 71 29 100
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H14 からの継続 

  JICA 集団研修 「環境調和技術」 （H14 からの継続） 6  6

  【ユニット別内訳】     

  ライフサイクルアセスメント研究センター 1   

  環境管理研究部門 2   

  物質プロセス研究部門 1   

  生物機能工学研究部門 1   

    メンブレン化学研究ラボ （東北センター） 1    

  JICA 集団研修 「産業標準・評価技術」 （H14 からの継続） 6  6

  【ユニット別内訳】     

  糖鎖工学研究センター 1   

  環境管理研究部門 1   

  基礎素材研究部門 2   

  メンブレン化学研究ラボ （東北センター） 1   

  生活環境系特別研究体 （関西センター） 1   

  JICA 個別研修 （H14 からの継続） 1  1

  【ユニット別内訳】     

    環境調和技術研究部門 1    

  技術研修 （H14 からの継続） 1  1

  【ユニット別内訳】    

    エレクトロニクス研究部門 1    

  合計 14  14

     

 H14からの継続を含む合計 85 29 114 
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表10 平成15年度 外国人技術研修 国別受入れ一覧表 （6日以上滞在） 

人数（人）

国別 
受入れ人数 JICA ｳｲﾝﾀｰｲﾝｽﾃｨﾁｭｰ

ﾄ 
ｻﾏｰｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄ 技術研修 

アジア地域           

韓 国 15   13   2 

タ イ 7 7       

中 国 4 2     2 

台 湾 4       4 

インドネシア 3 3       

モンゴル 2 2       

ラオス 2 2       

ベトナム 1 1       

フィリピン 1 1       

シンガポール 1       1 

マレーシア 1 1       

パキスタン 1 1       

カンボジア 1 1       

イラン 1 1       

日 本 1       1 

小 計 45 22 13 0 10 

米州地域           

米 国 3     3   

アルゼンティン 3 3       

メキシコ 3 3       

ブラジル 1 1       

パナマ 1 1       

エクアドル 0         

小 計 11 8 0 3 0 

ヨーロッパ地域（NIS 諸国含む）           

ウクライナ 6 6       

フランス 1       1 

ドイツ 1       1 

カザフスタン 1 1       

ボスニア・ヘルツェゴビナ 1 1       

ルーマニア 0         

小 計 4 2 0 0 2 

その他の地域           

パレスチナ自治区 2 2       

トルコ 1 1       

オマーン 1 1       

エチオピア 1 1       

小計 11 11 0 0 0 

合 計 71 43 13 3 12 
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表11 平成15年度 外国人技術研修 国別受入れ一覧表 

 （平成14年度からの継続；６日以上滞在） 

人数（人） 

国別 
受入れ人数 JICA 技術研修

アジア地域      

インドネシア 6 6   

タ イ 2 2   

ベトナム 1 1   

フィリピン 1 1   

日 本 1  1 

中 国 0    

韓 国 0    

台 湾 0    

モンゴル 0    

シンガポール 0    

マレイシア 0    

パキスタン 0    

カンボジア 0    

イラン 0    

ラオス 0    

小 計 11 10 1 

米州地域      

メキシコ 1 1   

エクアドル 1 1   

米 国 0    

アルゼンティン 0    

ブラジル 0    

パナマ 0    

小 計 2 2 0 

ヨーロッパ地域      

ルーマニア 1 1   

フランス 0    

ドイツ 0    

カザフスタン 0    

ボスニア・ヘルツェゴビナ 0    

ウクライナ 0    

小 計 1 1 0 

その他の地域      

トルコ 0    

オマーン 0    

エチオピア 0    

パレスチナ自治区 0    

小計 0 0 0 

合 計 14 13 1 
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表12 外国機関との研究協力覚書締結 
締結日 相手先機関 相手先機関所属国 担当部門 

2003/4/10 ITRI (Industrial Technology Research Institute) 台湾 ナノテクノロジー研究部門 

2003/7/7 インドネシア火山地質災害防災局（DVGHM） インドネシア 地質調査総合センター 

2003/6/30 
インド科学・産業技術機構(Council of Scientific 
and Industrial Research, India, CSIR) 

インド 
海洋資源環境研究部門 

2003/5/21 メキシコ合衆国 CENAM 研究所 メキシコ NMIJ 
2003/10/27 中国重慶市地震局 中国 地球科学情報研究部門 

2003/6/2 地質核科学研究所／GNS GNS 海洋資源環境研究部門 

2003/4/1 
Instiute of Radio Engineering and Electronics 
(IREE) ロシア エレクトロニクス研究部門 

2003/7/29 オーストラリア国立大学応用数学科（ANV） オーストラリア 光技術研究部門 

2004/1/15 
Geological Survey of Canada, 
Earth Sciences Sector, 
Department of Natural Resource (GSC) 

カナダ 地質調査総合センター 

2003/11/5 ニュージーランド国立科学技術研究機関（IRL) ニュージーランド 理事長 

2003/12/1 全南大学 韓国 光技術部門 

2003/10/3 CNRS フランス   

2003/12/31 サムソン（Samsung） 韓国 
近接場光応用光学研究セン

ター 

2004/3/22 
Center for Computational Biology & 
Bioinformatics, Korea Institute of Science and 
Technology Information 

韓国 生命情報科学研究センター 

2004/3/24 GKSS-Forschungszentrum Geesthacht GmbH ドイツ 基礎素材研究部門 

（年度内締結分） 

 
表13 科学技術協力協定定期協議への提示協力テーマ数 
開催時期 相手国 政府間定期協議名 産総研の協力テーマ件数（新規含む）

2003/5 ノルウエー 日ノルウェー科学技術セミナー 10

2003/6 カナダ 第8回日加科学技術協力合同委員会 27

2003/7 フランス 第5回日仏科学技術協力合同委員会 38

2003/7 韓国 第8回日韓環境協力共同委員会 3

2003/10 スウェーデン 第2回日スウェーデン科学技術協力合同委員

会 11

2003/11 シンガポール 科学技術に関する合同委員会 1

2003/12 オランダ 第3回日オランダ科学技術協力合同委員会 16

2004/1 フランス 第20回日仏海洋開発専門部会 2

2004/2 イギリス 第5日イギリス科学技術協力合同委員会 34

 
表14 海外研究機関との共同研究、受託研究、委託研究件数 

共同研究 5件 

受託研究 5件 

委託研究 2件 

（年度内契約分） 
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表15 国際シンポジウム等開催（国際部門扱い） 

会議等名称 開催場所 開催期間 

参加者数 

（外国からの

参加数） 

備考

・ハノーバメッセ ドイツ（ハノバー国際見

本市会場） （2003-4-18～22）  

参加者20万人

以上（うちう

ち海外から5

万5千人） 

協力

・APNEXT 2003 

台北 

（World Trade Center）
- Asia Pacific 
Nanoelectronics 
Exhibition & Technology 
Forum - 

（2003-4-18～22）  参加者 

約1,600人  協力

・Nanofair 2003 スイス（St.Gallen ）  （2003-9-9～11）  参加者 

4,500人  協力

・韓国・Daedeok サイエンスパーク創立30

周年記念シンポジューム 

韓国 

（テグ・エキシビション

＆コンベンションセンタ

ー）  

（2003-9-25～28） 参加者 

200人  協力

・臨海副都心センター国際シンポジウム お台場（国際研究交流

村） （2003-11-14）  参加者 

350人以上 主催

・COMDEX2003    米国（ラスベガス・コン

ベンションセンター） （2003-11-17～20）  参加者 

50,000人強  協力

・持続可能な社会のための科学と技術に関

する国際会議2003 

「エネルギーと持続可能な社会のための

科学」 

三田共用会議所 （2003-12-16～19） 参加者 

延べ800人 共催

・ICSU Ad Hoc Working Group on Energy 
and Sustainable Societies   

キャピトル東急ホテル （2003-12-19～20） 

参加者13人 

（上記会議の

クローズドな

フォローアッ

プ） 

共催

注１）「協力」は分科会の企画・組織化の分担、あるいは日本側とりまとめとしての参加等。 

注２）研究ユニット等が主催し国際部門がかかわらない国際会議等が多数あり、重要なものは下記URLにて紹介され

ています。  

  http://www.aist.go.jp/aist_j/event/old_event_main.html 
 

表16 平成15年度外国要人来訪 

来 訪 日 来  訪  者 訪 問 先 

（2003/4/9）   マレーシア国人事院総裁 つくばセンター 

（2003/5/12）  駐日タイ大使館（大使）  つくばセンター 

（2003/5/12～15）  韓国産業技術研究會（KOCI）理事長 関西センター、中部センター、つく

ばセンター、臨海副都心センター 

（2003/5/26、27、30） ベトナム国立自然科学･技術センター（NCST）副院長 つくばセンター 

（2003/5/27）  ノルウエー貿易産業大臣 臨海副都心センター 

（2003/8/21）   台湾行政院元院長（元首相）、行政院政務委員（大臣）、

行政院国家科学委員会副主任委員（副大臣）  

東京本部 

（2003/9/17）   台湾行政院国家科学委員会副主任委員(副大臣)  つくばセンター 

（2003/10/14）  中国科学院副院長 つくばセンター 

（2003/11/12）  フランス研究・新技術省研究局長 つくばセンター 

（2003/11/13）  ブルガリア外国投資庁副長官  つくばセンター 

（2003/12/5）  EU 欧州委員会委員（大臣に相当） つくばセンター 

（2004/1/22）   タイ国科学省副次官他  つくばセンター 

（2004/3/5）   ベトナム科学技術院（VAST、NCST から改称）副院長 つくばセンター 

（副大臣クラス以上）
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(14) 業務推進部門 
（General Administration Office） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、北海道センター、東北センター、つ

くばセンター（つくば中央第１、つくば中央第

2、つくば中央第3、つくば中央第4、つくば中

央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、つく

ば西、つくば東）、臨海副都心センター、中部

センター、関西センター、中国センター、四国

センター、九州センター 

人 員：335（197）名 

概 要：業務推進部門は、産総研の法務関連支援、文書

管理、職員の福祉厚生の充実及び健康の維持増進を図り、

職員の勤務及び服務管理など研究ユニットに密着した支

援を行うと共に、職場の安全・衛生管理、建物及び施設

の管理を主な業務としている。また、地域センターの業

務推進部（室）では、会計室又は会計担当を配置し、物

品の調達・管理等の会計事務を行っている。これらの業

務は、職員の日常生活（業務）に極めて密着しているこ

とから、職員の要望に積極的に応える姿勢が重要と考え、

また、適切な業務運営と業務の効率化を推進する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［業務推進部門］ 部門長 椎名 三男 

         部門総括（兼）今井 孝司 

     ［総務室］ 室長   森戸 清高 

           総括主幹 宮本日出洋 他 

     ［法務室］ 室長 向坪 均 他 

     ［厚生室］ 室長 玉上 康弘 

           総括主幹 小幡 實 他 

     ［健康相談室］ 室長 武田 照子 他 

   

  ［北海道センター］ 

      ［業務室］ 室長 高橋 修 他 

      ［会計室］ 室長 中島 義昭 他 

      ［研究環境管理室］ 室長 寺平 豊 他 

 

  ［東北センター業務推進室］室長 千葉 康典 他 

 

  ［つくばセンター業務推進部］ 部長 今井 孝司 

      ［第１業務室］ 室長 古谷美智明 他 

      ［第２業務室］ 室長 太田 正男 他 

      ［第３業務室］ 室長 西内 誠一 他 

      ［第４業務室］ 室長（兼）西内 誠一他 

      ［第５業務室］ 室長 矢島 照清 他 

      ［第６業務室］ 室長 西尾 英治 他 

      ［第７業務室］ 室長 関 芳明 他 

      ［西業務室］  室長 山川 浩一 他 

      ［東業務室］  室長 小松崎 実 

              総括主幹 金子 茂 他 

 

  ［臨海副都心センター業務推進室］ 

室長   田島 弘志 

総括主幹 小田 博 

             総括主幹 山中 譲治 他 

 

  ［中部センター業務推進部］ 部長 高木 潔 

      ［業務室］ 室長 浅野 康仲 他 

      ［会計室］ 室長 稲員 力 他 

      ［研究環境管理室］ 室長 上野 治 他 

 

  ［関西センター業務推進部］ 部長 坂入 隆 

      ［業務室］ 室長 楳原喜久雄 他 

      ［会計室］ 室長 高澤 孝司 他 

      ［研究環境管理室］室長 小縣 裕持 他 

      ［尼崎業務推進室］室長 巽 一 他 

 

  ［中国センター業務推進室］室長 西田 正孝 他 

 

  ［四国センター業務推進室］室長 横山 敏明 他 

 

  ［九州センター業務推進室］室長 村田 秀春 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
総務室（General affairs Office） 

（東京本部） 

概 要：東京本部における文書管理、安全衛生管理、施

設管理等定常的な庶務業務を行うとともに、役員の秘書

業務及び官庁との事務連絡等の業務を行っている。 

 

法務室（Legal Office） 

（東京本部） 

概 要：関係法令に基づく規程類（業務方法書、規程、

規則、細則、要領等）の制定業務及び4法律事務所と顧

問契約を締結し、日常の業務運営等に関する法律相談を

行っている。 

 

厚生室（Welfare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要：福利厚生業務として、公務員宿舎、団体扱の財

形・生保・損保・簡保の差引き、レクリェーション費配

分及び実施・サークル助成、公務災害補償、非常勤職員

社会保険手続、退職相談等の業務の他、つくばセンター

一時預かり託児・児童保育も行なっている。経済産業省

共済組合産総研支部業務として、短期給付、長期給付、

福祉事業の3つの主な事業の他、支部及び分室診療所運

営、食堂・売店・理美容・自動販売機等の委託を行って

いる。 

 

健康相談室（Health Consultation Office） 
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（つくば中央第1） 

概 要：つくばセンター・東京本部・臨海副都心センタ

ー職員に対する健康診断の企画・実施、健康相談及び保

健指導並びに労働基準監督署への報告、職場巡視等を行

うと共に、つくばセンターでは健康管理システムによる

特殊検診受診項目確定、受診票作成・配信、結果管理及

び結果通知配信、保健指導の為のデータ管理を行ってい

る。インターネットによるメンタルヘルス相談、産業医

等の予算に係る業務も行っている。 

 

業務推進室（General Administration Office）  

（東北センター、臨海副都心センター、関西センター

（尼崎）、中国センター、四国センター、九州セン

ター） 

概 要：各センターの業務推進室は、センターの文書・

公印管理、職員の勤務及び服務に関する管理・指導、職

場の安全衛生管理、建物及び施設管理等を行い、安心し

て試験研究に取組める環境整備に努めている。また、計

画的な研究及び業務の遂行に期するため、各種物品の的

確な調達及び資産管理を行うとともに関係機関等との連

絡調整事務を行っている。 

 

業務室（Region General Affairs Office） 

｛北海道センター、つくばセンター（つくば中央第1、

つくば中央第2、つくば中央第3、つくば中央第4、

つくば中央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、

つくば西、つくば東）、中部センター、関西センタ

ー｝ 

概 要：つくばセンターの各サイト業務室は、サイト職

員の勤務・服務管理、庁舎の維持管理、安全で快適な研

究環境を確保するための安全・衛生管理業務、研究施設

等の整備・維持管理業務を主な業務としている。 

 地域センター（つくばセンターを除く。）の業務室は、

センター職員の勤務・服務管理、庁舎の警備・維持管理、

人事・研修等の能力開発業務及び職員の健康維持増進並

びに福利厚生の充実等を主な業務としている。 

 これらの業務は、職員の規律の遵守とサービス支援の

日常生活に密着しており、迅速な業務応対を行い効率的

な組織運営を図っている。 

 

会計室（Region Accounting Office） 

（北海道センター、中部センター、関西センター） 

概 要：会計室は、予算及び決算に関する予算業務、支

払い、収入及び旅費に関する経理業務、物品等の調達契

約、役務契約などの調達業務、固定資産の管理、運用、

減価償却計算、資産取得に伴う検収などの財産管理業務

を行っている。 

 これらの業務は、適正かつ迅速な業務執行を求められ

る支援業務であり、的確な業務の推進を図っている。 

 

研究環境管理室 

（Region Environmental Management Office） 

（北海道センター、中部センター、関西センター） 

概 要：研究環境管理室は、安全で快適な研究環境を確

保するための安全・衛生管理業務、研究施設等の整備・

維持管理業務及び情報化を推進するため情報システム運

営管理の業務を主な業務としており、よりよい研究環境

を形成すべく環境保全、施設の維持・管理の業務を推進

している。 

 

(15) 能力開発部門 
（Human Resource Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：44名（36名） 

概 要：能力開発部門の役割は、職員の能力の向上、適

材配置の増進、各職員の職務遂行の能率の向上、適切な

処遇制度の構築・運営を図ることである。 

 これらの人事制度は、組織運営の基盤となるものであ

ることから、当部門においては、その適切な運営・改

善・発展に不断の努力を払い、より良い制度となるよう

に努めている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［能力開発部門］ 

   部 門 長 村永 祐司 

   能力開発コーディネータ 工藤 勝久 

               岩崎 孝志 

               町田 進 

               （内1名は併任） 

   シニアリサーチャー 佐藤 芳夫 

   部門総括 渡邉 修治 

  ［人事室］     室長 渡邉 修治（兼） 他 

               （内2名は併任） 

  ［勤労室］     室長 坂本不二夫 他 

  ［能力開発センター］センター長 岡本 幸男 

            副センター長 君島 信一他 

-------------------------------------------------------------------------- 
人事室（Personnel Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

① 役員及び職員の任用に関すること。 

② 評価制度の構築・実施に関すること。 

③ 給与の支給に関すること。 

④ 人件費の把握、見通しに関すること。 

⑤ 兼業の許可に関すること。 

⑥ 分限に関すること。 

⑦ 就職に関すること。 

⑧ 栄典及び表彰に関すること。 
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勤労室（Staff Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

① 職員の労働条件の基準に関すること。 

② 労使関係に係る総合調整に関すること。 

③ 服務規律に関すること。 

④ 役員及び職員の懲戒に関すること。 

 

能力開発センター 

（Human Resource Development Center） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

① 職員の研修、能力開発に関すること。 

② 職員に対する就職情報の提供及び相談に関するこ

と。 

-------------------------------------------------------------------------- 
 業務報告データ 

年度特記事項 

１．評価制度（短期評価・長期評価）の構築、実施。 

２．ワイドキャリアスタッフ、所内公募制の実施。 

３．就業規則、給与規程の設定等労働条件の整備。 

４．行政系階層別研修及び研究職員向けの専門研修を

充実させ実施。 

５．勤務時間内兼業の実施のため、関係規程の整備を

実施。 

６．新たに2種類（本格研究、研究関連・管理業務）

の理事長表彰を創設し、実施。 

 

(16) 財務会計部門 
（Financial Affairs Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7、東京本部 

人 員：127名（81名） 

概 要：財務会計部門は、独立行政法人産業技術総合研

究所（以下、「産総研」という。）の財務会計面の内部管

理を行い、財務諸表等を作成し、社会に公表するととも

に、管理行為と表裏一体である内部活動支援機能を果た

すものである。 

 組織構成としては、財務室、予算室、経理室、財産管

理室、調達部（4室で構成）を置くが、産総研の地域拠

点における財務会計機能は、業務推進部門の地域組織

（東京本部及び臨海副都心センターを除く）に権限委譲

をしている。 

 また、本部機能としての他部門等との連携については、

主な内容を次に示す。 

１．産総研の支出予算配分計画等を立案する企画本部と

の密接な連絡調整 

２．内部監査を担当する監査室と会計検査院による会計

実地検査等、会計監査人による監査、その他業務につ

いての連絡調整 

３．人件費予算管理及び給与業務を行う能力開発部門と

の業務上の連携 

４．研究施設の建設、維持管理を行う研究環境整備部門

との施設の新営等工事契約、維持管理契約等について

業務上の連携 

５．外部資金の獲得の推進に関して、産学官連携部門と

の連絡調整 

６．産総研の各研究ユニットに対する管理・支援業務全

般について、必要に応じ、業務推進本部並びに業務推

進部門と密接な連絡調整 

 平成15年度は、業務態勢の更なる確立と効率的業務実

施に努めてきた。以下内部組織毎に、主な業務活動の実

績をトピックス的に示す。 

【部門共通】 

１．組織内業務分担の見直しとして、収入業務を経理

室から予算室に移管、立替払業務を旅費業務に統合

し、業務の効率化を実施した。 

２．職員の利便性の向上と業務の効率化を目指し、旅

費業務のアウトソーシング化の検討を開始。公募に

より相手先を選定した。 

３．平成14年度の財務諸表等について、経済産業大臣

から平成16年3月8日付けで承認があり、経営努力の

認定を経た利益処分額として、研究施設等整備積立

金123,409,556円を獲得した。 

４．産総研設立以前より、国において建設中であった

産総研向けの研究施設が完成したことにより、新た

に3件（糖鎖遺伝子工学研究棟、ナノ材料実験棟、

低温バイオ棟 B 棟）の追加出資を受けた。 

５．研究施設整備として、賃借中であった臨海副都心

センター（約4,300m2）及び中部センター（約

16,200m2）の土地を購入した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［財務会計部門］      部門長 五十嵐 章 

              部門総括 落合健一郎 

   ［財務室］      室長  杉田 実 

   ［予算室］      室長  栗原 文夫 

   ［経理室］      室長  細川 潤一 

              総括主幹  川端 孚 

   ［財産管理室］    室長 根本 輝利 

              総括主幹 本城 一男 

   ［調達部］      調達部長 池田 正樹 

              調達部付 

      ［調達第１室］ 室長 大槻 等 

      ［調達第２室］ 室長 横須賀三泰 

      ［調達第３室］ 室長 井口 孝 

      ［調達第４室］ 室長 後藤 隆司 

-------------------------------------------------------------------------- 
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財務室（Finance Office） 

（東京本部） 

概 要：予算のとりまとめ、財務分析、予算の分野別情

報の管理、余裕金の運用、資金の借入及び償還、他の所

掌に属さないもの 

 

予算室（Budget Office） 

（つくば中央第7） 

概 要：年度計画に基づく実行予算の配賦の計画及び示

達、予算の執行管理、収入管理 

○収入件数 約3,800件、収入金額1,513億円。 

○収入管理業務を予算管理の機動性を高めるため、経理

室から移管。 

 

経理室（Accounting Office） 

（つくば中央第7） 

概 要：資金計画、決算、金銭の支払、出納及び保管、

税務、計算証明、財務会計システムの管理 

○支払件数 約21万件、支払金額1,534億円。 

○旅費計算件数 約7万件、約24億円。 

○小口現金交付件数 約500件、約8千万円。 

 

財産管理室（Property Administration Office） 

（つくば中央第7） 

概 要：有形固定資産の検収・管理及び運用、共通在庫

消耗品の払出及び在庫管理、借地権の取得及び管理 

○不用品処分とリサイクルの促進 

 資産等廃棄点数815点、総廃棄重量は資産とされな

い物品も含めて172ﾄﾝ、廃棄物処理費20,691千円。消

耗品をも対象としたリサイクル掲示板及びリサイクル

コーナー〔第2事業所テント倉庫内（100m2）〕により、

リサイクルの促進を図った。 

○つくばセンターにおける在庫消耗品払出センターの運

用 

 第2・第5・東及び西の4ヶ所で運営。アイテム数は

約2,000。 

 払出額＝受益者負担環流額約4.2千万円。 

 

調達部（Procurement Division） 

（つくば中央第7） 

概 要：物件の調達、物件の売払及び賃貸等の契約、役

務の提供等の契約、調達物品等の市場調査、競争参加者

の資格審査、政府調達に関する協定に基づく調達公示の

官報掲載等。 

 各室の業務分担は、概ね、研究ユニット毎としている。 

○インターネット調達の拡充 

 インターネット上で商品検索・注文を行い、翌日又

は翌々日には指定場所まで納品され、支払は毎月一括

というスキームのインターネット調達を運用している。

現在オフィス用品（約25,000アイテム）、理化学用品

（約28,000アイテム）、電子部品（約43,000アイテ

ム）に加え、16年2月に試薬類（28メーカー）を拡充。 

 利用件数1.3万件、利用金額1.7億円。 

○政府調達協定の対象案件数124件、225億円 

○全契約件数125,000件 

○グリーン購入法の適用 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律の

制定に伴い、産総研として、平成15年度における環境物

品等の調達の推進を図るための方針を定め、個別指導等

により、実施しているところ。 

 

(17) 研究環境整備部門 
（Research Facilities Department） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5、つくば中央第2、つくば東、 

    つくば西 

人 員：123名（59名） 

概 要：研究環境整備部門は、施設及び設備の整備計画、

建設及び管理、共用研究設備・施設及びエネルギー等の

供給施設の運営並びに電気工作物の保安等に係る業務を

行っている。 

 これらの業務を遂行するため、施設計画室、建設室、

施設管理室、建設事業推進室及びテクニカルセンターの

4室1センターを配置している。 

 産業技術総合研究所の研究戦略に基づく研究遂行を効

果的に展開するため、企画本部との連携のもと、良好な

研究環境を継続的に提供するための業務を行うことを部

門のミッションとしている。 

 次のとおりの施設等をその管理対象としている。 

 ○敷地面積 約250㌶ 

 ○建築面積（延床面積）約73万 m2（約720棟） 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［研究環境整備部門］ 部門長  田中 一宜（兼） 

           次長   内田 修 

           部門総括 岩瀬亀太郎 他 

  ［施設計画室］  室長   中嶋 廣義 

           総括主幹 石井 正人 他 

  ［建設室］    室長   飯倉 昇  他 

  ［施設管理室］  室長   塩釜 士郎 

           総括主幹 天池  忠義 他 

  ［建設事業推進室］室長   岩瀬亀太郎（兼） 

           総括主幹 梶田 邦彦 他 

  ［テクニカルセンター］ 

          センター長  飯尾 心（兼） 

          副センター長 樹神 謙三(兼)他 

-------------------------------------------------------------------------- 
施設計画室（Facilities Planning Office） 

（つくば中央第5） 
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概 要：施設計画室は、産業技術総合研究所における施

設及び設備の計画・運営・管理に関連する総合的な調整

業務等を行っている。 

 主な業務は、施設及び設備の整備計画、技術審査及び

関連法令に関すること。並びに施設データの管理、研究

実施部門等の施設使用の管理に関する業務である。 

 

建設室（Construction Office） 

（つくば中央第5） 

概 要：建設室は、産業技術総合研究所における施設及

び設備の建設・設計・積算・監理・監督・検査の業務を

行っている。また、施設及び設備に係る各種申請等の業

務を行っている。 

 

施設管理室（Facilities Maintenance Office） 

（つくば中央第5） 

概 要：施設管理室は、産業技術総合研究所における施

設・設備の運転、維持管理及びエネルギーの供給、外

構・植栽の管理、廃水の処理等の運営・管理を行ってい

る。 

 これらの運営管理の遂行に係る労働安全、電気工作物

の保安、省エネルギーに関する業務を行っている。また、

研究ユニット等からの設計依頼の受付窓口を行うと共に

施設設備等の補修、修繕の実施を業務としている。 

 

建設事業推進室 

（Construction Project Promotion Office） 

（つくば中央第5） 

概 要：建設事業推進室は、北海道・東北・つくば・中

部・関西の各センターにおける産学官連携オープンスペ

ースラボの整備、臨海副都心センターバイオ・IT 融合

研究施設整備、分散型エネルギー供給システム実証プラ

ント導入のための施設整備、エネルギーセンター改修工

事及び特殊空調設備の改修工事等、特別事業として推進

する次の業務を行っている。 

一 整備事業の契約先選定に関すること。 

二 整備事業の設計並びに工事、積算及び監理に関す

ること。 

三 整備事業に係る申請等に関すること。 

 

テクニカルセンター（Technical Service Center） 

（つくば中央第5、つくば中央第2、つくば東、つくば

西） 

概 要：テクニカルセンターは、産業技術総合研究所に

おける研究活動を技術的側面から支援する業務を行う。 

 主な業務は、研究用物品の設計・試作、研究者が自ら

試行錯誤して工作ができる共用工作室の維持管理と講習

等の指導、物質の化学分析・解析、及び試作・工作・分

析等に関する技術相談を行っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 

１）施設の整備 

 施設建設記録（平成15年度に産総研資産になった

主なもの） 

 

○バイオテクノロジー研究開発センター（増築棟） 

（北海道センター） 

１．施設目的 

 北海道センターはバイオ技術の主要な研究開発拠点

の一つとして位置づけられており、重点研究分野とし

て低温微生物の探査と保存、低温活性酵素の研究推進

を行っている。本施設は、寒冷地における生物や物質

が低温において発現する現象や特性を解明し、低温科

学技術分野における基礎研究の発展と成果の工学的応

用による、新産業の創出に貢献することを目的とした

施設である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 893.83 [m2] 

 （延床面積） 2780.92 [m2] 

(2) 構  造： 鉄筋コンクリート造地上3階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 13億円 

（平成12年度～平成14年度国庫債務） 

工事発注･ 

設計･監理：

国土交通省北海道開発局 

（支出委任工事） 

設計･監理：  

施  工： 建築工事 鴻池、岩田、田中特定建設

工事共同企業体 

 電気工事 千歳電気工業株式会社 

 通信工事 沖ウィンテック株式会社 

 空調工事 池田煖房工業株式会社 

 衛生工事 五建工業株式会社 

 エレベーター 東芝エレベーター株式会社

工  期： 平成14年8月1日～平成15年6月27日 

追加出資： 平成15年9月5日 

 

○北海道産学官連携研究棟 

（北海道センター） 

１．施設目的 

 本施設は、産総研北海道センターが持つ低温バイオ

技術、核酸利用技術、植物遺伝子組換え操作技術等の

研究ポテンシャルや技術シーズを、北海道大学や札幌

医科大学など世界的に優れた医学系研究者集団、並び

に北海道地域に集積している一次産業や食品加工業、

そして医療技術分野等と有機的に融合させ、産学官が

連携することで“バイオ産業クラスター計画”を即効

的かつ効率的に推進するための拠点として位置付け、

地域経済の活性化を強力に支援することを目的とする

施設である。 
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２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 1121.78 [m2] 

 （延床面積） 3187.99 [m2] 

(2) 構  造： 鉄筋コンクリート造地上4階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 21億円（平成13年度第2号補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理： 

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

 

設計･監理： 株式会社石本設計事務所 

施  工： 建築工事 五洋建設株式会社 

 電力工事 北海電気工事株式会社 

 通信工事 関電工 

 空調工事 朝日・池田・特定建設工事

共同企業体 

 衛生工事 五建工業株式会社 

 エレベーター 東芝エレベーター株式会社

工  期： 平成14年12月18日～平成16年1月30日 

 

○東北産学官連携研究棟 

（東北センター） 

１．施設目的 

 本施設は、産総研東北センターが持つ超臨界流体技

術分野や資源の分離回収技術分野等の研究ポテンシャ

ルや技術シーズを、東北地域に存在する産業技術やニ

ーズおよび人材と有機的に融合させ、産業化・起業化

を支援するための施設であり、産学官が連携し、研究

開発を効率的かつ速やかに実施しうる“東北地域産業

クラスター計画”の中心的研究開発拠点となることを

目的とする施設である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 1482.27 [m2] 

 （延床面積） 4659.69 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨鉄筋コンクリート造地上4階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 21億円（平成13年度第2号補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理： 

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社佐藤総合計画 

施  工： 建築工事 熊谷組・大豊建設 特定建

設工事共同企業体 

 電力工事 コアテック株式会社 

 通信工事 浅海電気株式会社 

 空調工事 新日本空調株式会社 

 衛生工事 斎久工業株式会社 

 エ レベ ー タ

ー 

日本エレベーター製造株式

会社 

工  期： 平成14年12月24日～平成15年12月22日 

 

 

 

 

○つくば中央2-13 

（つくばセンター） 

１．施設目的 

 本施設は半導体素子製造プロセス技術の高度化・微

細加工技術の開発、また、化合物半導体を利用した光

デバイスや、革新的高効率太陽電池、超小型燃料電池

等の研究開発を主目的とした施設であり、これらの研

究開発を進めるために必要な砒化ガリウム、塩化亜鉛

等の化合物半導体や非結晶シリコンを材料としたナノ

テクノロジーに基づく将来の高速高性能半導体素子の

研究・促進を効率的に行うため、特殊材料ガス等の設

備を備えた実験棟として整備するものである。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 2504.19 [m2] 

 （延床面積） 9955.44 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨鉄筋コンクリート造地上4階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 83億円（平成12年度第1号補正予算） 

工事発注 国土交通省大臣官房官庁営繕部 

設計･監理： 国土交通省大臣官房官庁営繕部営繕計画

課 筑波研究学園都市施設管理センター

設計･監理： 株式会社 

エヌ・ティ・ティファシリティーズ 

施  工： 建築工事 間・松村 特定建設工事共

同企業体 

 電力工事 株式会社 九電工東京支店

 通信工事 東邦電気工業株式会社 

 空調工事 高砂・精研・池田 特定建

設工事共同企業体 

 衛生工事 株式会社 西原衛生工業所

 エレベーター 日本エレベーター製造株式

会社 

工  期： 平成13年12月21日～平成15年3月28日 

追加出資： 平成15年5月16日 

 

○つくば中央6-13 

（つくばセンター） 

１．施設目的 

 本施設は有用糖タンパク質の生産を行う遺伝子改変

細胞、医療・検査薬開発に重要な役割を示す糖鎖関連

遺伝子の解析を行う事を主目的とした施設であり、研

究・オフィスユニットやクリーンルーム・機器室等の

共用実験スペース及び、トランスジェニックマウス

（機能未知の遺伝子を導入したマウス）やノックアウ

トマウス（遺伝子の一部を破壊したマウス）を清浄環

境下で飼育できる SPF 飼育室並びに、RI 実験室等の

先端的・効率的研究施設として整備するものである。 
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２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 1461.40 [m2] 

 （延床面積） 4399.43 [m2] 

(2) 構  造： 鉄筋コンクリート造地上3階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 38億円（平成12年度第1号補正予算） 

工事発注 国土交通省大臣官房官庁営繕部 

設計･監理： 国土交通省大臣官房官庁営繕部営繕計画

課 筑波研究学園都市施設管理センター

設計･監理： 伊藤喜三郎建築研究所 

施  工： 建築工事 株式会社 大日本土木 

 電力工事 株式会社 北陸電気工事 

 空調工事 株式会社 大氣社 

 衛生工事 日管工業株式会社 

 エレベーター 東芝エレベーター株式会社

工  期： 平成13年12月26日～平成15年3月28日 

追加出資： 平成15年5月16日 

 

○つくば本部・情報技術共同研究棟 

（つくばセンター） 

１．施設目的 

 本施設は、次世代超高速情報処理技術や高度並列ソ

フトウェア開発等の分野において横断的かつ国際的な

ネットワーク情報処理技術研究推進の拠点として、産

総研つくばセンターにおける 先端のネットワーク情

報処理設備と共同研究スペースを有する研究施設であ

り、これらの施設を活用し新産業、ベンチャー企業の

創出を図ることにより、高度な付加価値を生み出す知

識創発型社会に移行していくための中核技術である情

報技術において、わが国の国際競争力の根本的な強化

を図ることを目的とする施設である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積）  4486.31 [m2] 

 （延床面積） 32983.44 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨造地上9階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 170億円（平成13年度第2号補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理： 

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社 日本設計 

施  工： 建築工事 竹中・清水・間 特定建設

工事共同企業体 

 電力工事 電設工・栗原・八千代 特

定建設工事共同企業体 

 通信工事 コムシス・米沢 特定建設

工事共同企業体 

 空調工事 大氣・日立プラ・大成温 

特定建設工事共同企業体 

 衛生工事 株式会社 西原衛生工業所

 エレベーター 株式会社 日立製作所 

工  期： 平成14年12月17日～平成16年3月25日 

○つくば東－2G 

（つくばセンター） 

１．施設目的 

 本施設は、産総研の MEMS に関わる研究ポテンシ

ャルと技術シーズを産業界の技術やニーズに連携させ、

MEMS 分野における産学官の頭脳の結集や連携強化、

創造的な人材の育成を期すための施設であり、今後、

MEMS 研究開発の中心拠点のひとつとなる施設であ

る。 

※MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）と

は、日本語では「微小電気機械素子」や「マイクロマ

シン」と呼ばれる「微小な動く機械」を意味する。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 610.04 [m2] 

 （延床面積） 986.69 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨造地上2階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 9億円（平成14年度補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理：

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社 ニュージェック 

施  工： 三井住友建設株式会社 

工  期： 平成15年9月12日～平成16年3月3日 

 

○中部産学官連携研究棟 

（中部センター） 

１．施設目的 

 本施設は、産総研中部センターの持つセラミックス、

触媒、製造技術等の研究ポテンシャルや技術シーズを、

中部地域の産業界の持つ革新的な材料・プロセス技術、

加工技術等ものづくりに関する技術やニーズ、大学研

究機関の人材と有機的に融合させ、産学官が連携し、

即効的かつ効率的に技術開発が行える場とした、“地

域産業クラスター計画”の推進拠点となることを目的

とする施設である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 2175.82 [m2] 

 （延床面積） 4713.14 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨鉄筋コンクリート造地上4階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 20億円（平成13年度第1号補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理：

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社 山下設計 

施  工： 建築工事 奥村・飛島・矢作 特定建

設工事共同企業体 

 電力工事 東光電気工事株式会社 

 通信工事 住友電設株式会社 
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 空調工事 三建設備工業株式会社 

 衛生工事 浦安工業株式会社 

 エレベーター 日本エレベーター製造株式

会社 

工  期： 平成14年10月3日～平成15年10月2日 

 

○精密実験棟 

（中部センター） 

１．施設目的 

 本施設は、新しい原理・方式に基づく、 先端の革

新的な精密部材ナノ加工プロセス技術の構築と、もの

づくり・人づくりの共創に向けた産学官連携体制の確

立の拠点となる共同研究施設を中部センター内に整備

するため、その研究施設の中心となる設備として、分

子レベルの構造が高度に制御された膜状圧電性セラミ

ックス製造プロセス技術の確立に不可欠な「ミスト大

型堆積加熱処理装置」を設置するために整備した施設

である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 188.45 [m2] 

 （延床面積） 330.36 [m2] 

(2) 構  造： 鉄骨コンクリート造地上2階建 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 4億円（平成14年度補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理： 

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社 山下設計 

施  工： 株式会社 奥村組 

工  期： 平成15年9月22日～平成16年2月27日 

 

○関西産学官連携研究棟 

（関西センター） 

１．施設目的 

 本施設は、産総研関西センターの有する研究開発ポ

テンシャルや技術シーズを、関西地域のライフサイエ

ンス・材料研究およびそれらの関連分野に関わる産学

の高度な技術と有機的に融合させ、医工学に関わる連

携研究の推進拠点を構築するとともに、このような研

究開発から生まれる先端技術を活用したベンチャー企

業の創出を図るため、高度な医工学研究インフラスト

ラクチャーと起業化に対応した研究区画を有する研究

施設を整備することを目的とする施設である。 

 

２．施設概要 

(1) 規  模： （建築面積） 2424.52 [m2] 

 （延床面積） 5604.95 [m2] 

(2) 構  造： 鉄筋コンクリート造地上4階建 

 

 

３．整備費用・工事関連 

整備費用： 29億円（平成13年度第2号補正予算） 

工事発注･ 

設計･監理：

産業技術総合研究所 研究環境整備部門

設計･監理： 株式会社 日建設計 

施  工： 建築工事 竹中・ナカノ・木原 特定

建設工事共同企業体 

 電力工事 大栄電気株式会社 

 通信工事 浅海電気株式会社 

 空調工事 ダイダン・三冷 特定建設

工事共同企業体 

 衛生工事 須賀工業株式会社 

 エレベーター ダイコー株式会社 

工  期： 平成14年12月24日～平成15年12月22日 
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３．地域拠点 

(1) 東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 
  つくば本部（AIST Tsukuba Headquarters） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地： 

（東京本部） 

〒100-8921 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1 

（つくば本部） 

〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

概 要：産業技術総合研究所は、東京及びつくばに本部

機能を集中した2本部体制をとり、それぞれの地理的な

特長を生かした活動を行い効率的な運営を行っている。 

東京を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点として

産総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、つく

ば拠点には補完する本部機能として、産学官連携、国際、

業務推進等の大規模な研究拠点に隣接させることにより

効率的となる組織を置いている。 

 具体的には、東京本部には、理事長、理事の一部等、

企画本部のうち産総研の経営、財務に関する部署及び監

査室等を配置している。つくば本部には、副理事長、理

事の一部、企画本部のうち研究企画に関する室、産学官

連携部門、国際部門、業務推進部門等、研究実施部門と 

の密接な連携が不可欠な部署等を設けている。また、テ

レビ会議システムの活用により、東京・つくば両本部の

有機的・効率的連携を図っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

東京本部 

 役員 

 監査室 

 企画本部 

 業務推進本部 

 国際部門国際関係室東京分室 

 業務推進部門総務室 

 業務推進部門法務室 

 財務会計部門財務室 

 

つくば本部 

 役員 

 企画本部 

 業務推進本部 

 評価部 

 環境安全管理部 

 技術情報部門 

 産学官連携部門 

 成果普及部門 

 国際部門 

 業務推進部門厚生室 

 業務推進部門健康相談室 

 業務推進部門つくばセンター業務推進部第一業務室 

 能力開発部門 

 財務会計部門 

 研究環境整備部門 

 

(2) 北海道センター（AIST Hokkaido） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒062-8517 札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

代表窓口：電話011-857-8400、FAX011-857-8900、 

     E-mail 
サイト：北サイト 

（住所：札幌市北区北8条西2丁目札幌第一合同庁舎3階 

電話：011-709-1812、FAX：011-709-1817） 

サイト：札幌大通りサイト 

（住所：〒060-0042 札幌市中央区大通西5丁目8番地 

電話：011-219-3359、FAX：011-219-3351） 

人 員：163（2）名 

概 要：産業技術総合研究所北海道センターは、旧北海

道工業技術研究所、旧地質調査所北海道支所、旧資源環

境技術総合研究所北海道石炭鉱山技術試験センターを母

体として2001年4月1日発足した。 

１）北海道センターの運営 

 産業技術総合研究所北海道センターは、地域におけ

る中核研究機関として研究と産学官連携活動の拠点化

を目指すとともに、北海道バイオ産業クラスターの形

成・発展に貢献するための各種施策を実施した。「ゲ

ノム情報資源を活用した有用物質の生産技術の開発」

を目的とするゲノムファクトリー研究部門の設立を目

指して、植物培養室や温室の整備など植物バイオの研

究環境を整備するとともに、遺伝子組換えイチゴによ

るラクトフェリンの生産に成功するなどの成果を得た。

16年1月には北海道産学官連携研究棟が竣工し、また

「R&B パーク札幌大通サイト」の設置準備を行うなど、

バイオ産業の振興と産学官連携活動の強化を目指し一連

の事業を展開した。さらに、地域における産総研の認知

度を一層高めるため、道内主要地域での成果普及・広報

活動に努めるとともに、研究環境の維持管理や研究物品

の迅速な調達等を通して研究の支援を行った。 

２）産学官連携の強化 

 北海道経済産業局や函館、室蘭、帯広、釧路、北見

などのテクノセンター等と協働で、技術開発・特許活

用セミナーを道内5箇所で開催し、全産総研の技術シ

ーズや共同研究等の各種技術支援制度の紹介を行うと

ともに、個別技術相談会を実施し技術ニーズ・シーズ

のマッチングに努めた。またバイオ産業の高度化を目

指して、新たに専門学校生を対象とした人材育成事業

「バイオテクニシャン育成事業」を開始し、研修生2

名を卒業させ、道内のバイオ系企業に就職させた。さ

らに、産学官連携活動の強化を目指した「R&B パー

ク札幌大通サイト」の準備室を札幌市中心部に開設し、
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中小企業等へのワンストップサービスに向けた総合的

な支援活動の準備を行った。 

３）産学官連携センター業務の円滑な推進 

 北海道大学大学院理学研究科との連携大学院協定の

締結、外部研究機関との共同研究、受託・委託研究、

技術研修、研究助成金等に係わる契約業務、JSPS・
NEDO によるフェローシップや研究交流（派遣・招

聘）等の手続き、一般公開の土曜開催による広報活動

の強化、更には質の高い特許取得のための弁理士相談

やセミナー開催等の啓蒙活動を積極的に推進した。ま

た技術・ビジネス交流会や特許流通フェアなどの各種

フォーラムや展示会では、全産総研の研究成果の紹介

や技術相談を通して成果の普及活動に努めた。 

４）ものづくり基盤技術支援 

 R&B パーク札幌大通りサイトに拠点を移し、産業

界からの技術相談や産総研の技術シーズの移転を容易

にするとともに、北海道センターの Web ページを改

善して携帯電話からのアクセスも容易にした。また北

海道経済局と連携して北海道内主要都市に出向き、産

総研の共同研究制度や特許情報等を紹介するとともに、

企業側の技術ニーズや中小企業支援型共同研究テーマ

の発掘等に努めた。 

５）ベンチャー起業の支援 

 産総研内外の技術シーズに基づいた起業化支援を目

的とした「バイオベンチャー育成センター」の環境整

備・発展を目指して、外部専門家による経営支援機能

を強化するとともに産総研自らの起業シーズの発掘お

よび研究者への啓蒙活動に努めた。また先端バイオ技

術を駆使した事業化推進のための設備として、クリー

ンルームや動物飼育施設を備えた産学官連携研究棟を

新たに開設し、ベンチャー事業促進の基礎を築いた。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[北海道センター]  所 長  吉田 忠 

          所長代理 千阪 文武 

          審議役  田島 俊冽 

[北海道産学官連携センター] 

   センター長 吉田 忠（兼任） 

   産学官連携コーディネータ 

         千阪 文武（兼任）、 

         太田 英順 他 

[ものづくり基盤技術支援室] 

         室長 太田 英順（兼任）他 

[北海道地質調査連携研究体] 

  連携研究体長 中川 充（兼任）他 

[北海道センター業務推進部門]  

  [業務室]   室長 高橋 修 他 

  [会計室]   室長中島 義昭 他 

  [研究環境管理室]  

         室長 寺平 豊 他 

[フェロー] 

[生物機能工学研究部門] 

[エネルギー利用研究部門] 

[地球科学情報研究部門] 

[糖鎖工学研究センター] 

 

(3) 東北センター（AIST Tohoku） 

-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒983-8551 仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

代表窓口：TEL:022-237-5211 FAX：022-236-6839 

人 員：153（57）名 

概 要：産業技術総合研究所東北センターは、世界有数

レベルの研究に基づくナショナルセンターとしての機能

と全産総研の技術ポテンシャルを背景とする産学官連携

機能の二つの機能をもって、東北地域の産業技術発展の

中核研究機関となることが期待されている。その中で、

東北センターは、あらゆる技術の中に、環境保全とエネ

ルギー削減への対応を組み込む、いわゆる「産業の環境

化」を進める必要があると考え、この視点に立って、環

境負荷の小さい機能性材料の開発と、生産段階から環境

負荷の少ない、またエネルギー消費の少ない化学プロセ

ス技術の開発研究を集中的に実施し、低環境負荷化学プ

ロセスにおけるナショナルセンターを目指し活動してき

た。同時に、東北経済産業局が推進する産業クラスター

計画「循環型社会対応産業振興プロジェクト」における

産学官連携の中核機関としても重要な役割を果たすため

積極的に活動を展開してきた。 

 平成15年度においては、超臨界流体研究センター、基

礎素材研究副部門、メンブレン化学研究ラボの3研究ユ

ニットの拡充を図り、研究開発を推進している。また、

産学官連携の研究会組織として「超臨界インキュベーシ

ョンコンソーシアム（SIC）」を本年度立ち上げ、44企

業が参加し、超臨界流体技術の汎用的産業技術として普

及させるため活発に活動している。さらに、「メンブレ

ンインキュベーションコンソーシアム（MIC）」の16年

度4月立ち上げを目指している。これらの組織活動を活

発化させてナショナルセンター化を図るとともに、東北

経済産業局との緊密な連携の下に産総研のネットワーク

を活用して東北地域における循環型社会対応産業振興へ

の貢献を目指している。 

 この他、産学官の連携活動として、地域の企業や公設

研との技術交流を深めるため第3回東北産業技術研究交

流会（盛岡市）、東北地域産業技術懇談会（岩手県工業

技術センター）を開催した。研究成果の発信では、成果

発表会、講演会、一般公開などを開催し成果の普及に努

めた。また、東北地域における新たな産業技術創生のた

めに、東北産学官連携研究棟（とうほく OSL）を平成

15年12月に竣工させ、平成16年2月にオープン式典を開

催し使用を開始した。 
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-------------------------------------------------------------------------- 
東北センター 機構図（16.3.31現在） 

 

 所  長：加藤 碵一 

 所長代理：板橋 修 

 

    東北産学官連携センター  

    センター長：加藤 碵一（兼任） 

    産学官連携コーディネータ：板橋 修（併） 

                 鷲見 新一（併） 

    シニアリサーチャー：水谷 芳樹、他 

      ものづくり基盤技術支援室  

        室長：真田 徳雄 

    東北センター 業務推進室  

        室長：千葉 康典、他 

    超臨界流体研究センター  

        研究センター長：新井 邦夫、他 

    基礎素材研究部門（副領域） 

        副部門長：鷲見 新一、他 

    メンブレン化学研究ラボ  

      研究ラボ長：水上富士夫、他 

 

業務報告データ： 

○刊行物 

名 称（Vol．No．） 刊行区分 発行部数

産業技術総合研究所東北セ

ンター技術資料 第3号 

産業技術連携推進会議 

東北・北海道地域部会研

究論文集 第3号 

平成15年度産総研東北セン

ター研究講演会講演要旨集 

不定期 

 

年 刊 

 

 

不定期 

100部 

 

200部 

 

 

300部 

 

○主催行事 

開催年月日 名   称 

15.04.22 

 

(15.07.16) 

超臨界インキュベーションコンソーシ

アム発足式 

（メンブレン化学研究ラボ講演会） 

15.09.04 第3回東北産業技術研究交流会－東北地

域のさらなる産業活性化を目指して－ 

15.09.05 

(15.12.16) 

平成15年度東北地域産業技術懇談会 

（2003年産総研超臨界流体研究センタ

ー研究講演会） 

16.02.19 東北センター 一般公開 

16.02.19 東北産学官連携研究棟（とうほく

OSL）オープン記念式典 

16.03.17 平成15年度産総研東北センター研究講

演会－無機膜を利用したグリーンプロ

セスの開発－ 

＊（ ）は東北拠点内の研究ユニットが主催で連携センターが

協力したもの 

 

 

(4) つくばセンター（AIST tsukuba） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

人 員：121（54）名 

概 要：昭和54年に筑波研究学園都市建設法に基づき、

東京近郊にあった通商産業省工業技術院傘下の研究所が

筑波研究学園都市に集団移転した。以来、数度の機構改

革を経て、平成13年4月の独立行政法人化にあたり、旧

筑波研究支援総合事務所（つくば中央第1）、旧電子技

術総合研究所（つくば中央第2）、旧計量研究所（つく

ば中央第3）、旧産業技術融合領域研究所（つくば中央

第4）、旧物質工学工業技術研究所（つくば中央第5）、

旧生命工学工業技術研究所（つくば中央第6）、旧地質

調査所（つくば中央第7）、旧械技術研究所（つくば

東）、旧資源環境技術総合研究所（つくば西）を各事業

所として、産業技術総合研究所つくばセンターとして統

合し、また、旧計量教習所（成果普及部門計量研修セン

ター）も、東村山から平成13年12月につくばセンターに

全面移転し、名実ともに統合された。 

 大括り化のコンセプトの元、従前の研究所の枠を越え

て研究ユニットは再構成されており、研究ステージの発

展とともに流動的に組替えできるような柔軟な組織構造

を持つような組み立てが行われている。 

 つくばセンター（つくば本部）は、東京本部と並んで研

究と密接に関わりのある本部機能と研究ユニットの大部分

を集中配置して、産業技術総合研究所の中枢を担っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[つくばセンター]  所長 小玉喜三郎 

 [つくば中央第１] 管理監 今井  孝司 

          管理監補佐 古谷美智明 

 [つくば中央第２] 管理監 太田  公廣 

          管理監補佐 太田 正男 

 [つくば中央第３] 管理監 永井  聰 

          管理監補佐 西内  誠一 

 [つくば中央第４] 管理監 上野 勝彦（兼） 

          管理監補佐 西内  誠一（兼） 

 [つくば中央第５] 管理監 上野 勝彦 

          管理監補佐 矢島  照清 

 [つくば中央第６] 管理監 宮本  宏 

          管理監補佐 西尾  英治 

 [つくば中央第７] 管理監 金原 啓司 

          管理監補佐 関  芳明 

 [つくば西]    管理監 宮崎  章 

          管理監補佐 山川 浩一 

 [つくば東]    管理監 永壽  伴章 

          管理監補佐 小松﨑  実 

 [つくばセンター産学官連携センター] 

    センター長 小川  高志（兼） 
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   [ものづくり基盤技術支援室] 

     室長 藤井  篤  他 

   [連携融合研究体] 

     連携研究体長 杉山  佳延 

 [つくばセンター業務推進部]  部長 今井  孝司 

   [第一業務室]室長 古谷美智明 他 

   [第二業務室]室長 太田 正男 他 

   [第三業務室]室長 西内  誠一 他 

   [第四業務室]室長 西内  誠一（兼） 他 

   [第五業務室]室長 矢島  照清 他 

   [第六業務室]室長 西尾 英治 他 

   [第七業務室]室長 関   芳明 他 

   [第西業務室]室長 山川 浩一 他 

   [第東業務室]室長 小松﨑  実  

            総括主幹 金子  茂 他 

 [企画本部] 

 [評価部] 

 [環境安全管理部] 

 [業務推進本部] 

 [深部地質環境研究センター] 

 [活断層研究センター] 

 [化学物質リスク管理研究センター] 

 [フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター] 

 [ライフサイクルアセスメント研究センター] 

 [パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [生物情報解析研究センター] 

 [ヒューマンストレスシグナル研究センター] 

 [強相関電子技術研究センター] 

 [次世代半導体研究センター] 

 [マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター] 

 [ものづくり先端技術研究センター] 

 [高分子基盤技術研究センター] 

 [光反応制御研究センター] 

 [新炭素系材料開発研究センター] 

 [スマートストラクチャー研究センター] 

 [界面ナノアーキテクトニクス研究センター] 

 [グリッド研究センター] 

 [爆発安全研究センター] 

 [糖鎖工学研究センター] 

 [年齢軸生命工学研究センター] 

 [技術と社会研究センター] 

 [近接場光応用工学研究センター] 

 [ダイヤモンド研究センター] 

 [バイオニクス研究センター] 

 [ジーンファンクション研究センター] 

 [計測標準研究部門] 

 [地球科学情報研究部門] 

 [地圏資源環境研究部門] 

 [海洋資源環境研究部門] 

 [エネルギー利用研究部門] 

 [電力エネルギー研究部門] 

 [環境管理研究部門] 

 [環境調和技術研究部門] 

 [情報処理研究部門] 

 [知能システム研究部門] 

 [エレクトロニクス研究部門] 

 [光技術研究部門] 

 [人間福祉医工学研究部門] 

 [脳神経情報研究部門] 

 [物質プロセス研究部門] 

 [機械システム研究部門] 

 [ナノテクノロジー研究部門] 

 [計算科学研究部門] 

 [生物機能工学研究部門] 

 [薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ] 

 [極微プロファイル計測研究ラボ] 

 [先端情報計算センター] 

 [特許生物寄託センター] 

 [ベンチャー開発戦略研究センター]←2/24確認 

 [技術情報部門] 

 [産学官連携部門] 

 [成果普及部門] 

 [国際部門] 

 [業務推進部門] 

 [能力開発部門] 

 [財務会計部門] 

 [研究環境整備部門] 

 

(5) 臨海副都心センター 
  （AIST  Tokyo  Waterfront） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒135-0064 東京都江東区青海二丁目41番地6号 

人 員：191（79）名 

概 要：産業技術総合研究所臨海副都心センターは、文

部科学省及び経済産業省の連携協力によって整備された

国際研究交流大学村に、産学官連携の役割を担う研究拠

点として、平成13年4月1日に設置された。当センターは

国内外産学官各分野の一線級研究者による多様な研究に

対応できるフレキシビリティの高い空間を設けている。 

 そして5つの研究センター（生命情報科学研究センター、

生物情報解析研究センター、サイバーアシスト研究セン

ター、高分子基盤技術研究センター、デジタルヒューマ

ン研究センター）が、新産業の創出や市場拡大につなが

る独創的かつ先端的技術シーズの研究開発とともに国内

外の研究者との交流や研究成果の情報交換を行っている。 

 平成15年11月に、産学官連携の研究拠点を拡張し、新

たに生命科学と情報工学の融合研究のための施設として、

バイオ・IT 融合研究施設の建設に着手し、平成16年度

中の完成を予定している。 

 当センターへは、平成15年度に内外の大学・企業・政
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府関係者等約600名が視察に訪れており、国際的な産学

官による研究交流拠点としての役割を果たしている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3／31現在） 

 [臨海副都心センター] 所長     曽我  直弘（兼） 

             所長代理 町田 進 

 

      [臨海副都心産学官連携センター] 

       センター長 曽我 直弘（兼） 

 

     [臨海副都心センター業務推進室] 

      室  長 田島 弘志 

      総括主幹 小田  博 

      室長代理 山中 譲治 他 

 

     生命情報科学研究センター 

     生物情報解析研究センター 

     サイバーアシスト研究センター 

     高分子基盤技術研究センター 

     デジタルヒューマン研究センター 

 

(6)中部センター（AIST Chubu） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒463-8560 

    名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

代表窓口：電話:052-736-7000、FAX:052-736-7400 

サイト： 

瀬戸サイト：〒489-0884瀬戸市西茨町110番地、 

      TEL：0561-82-2141～2 

人 員：291（165）名 

概 要：産業技術総合研究所中部センターは、ものづくり

産業の一大集積地である中京地域に立地し、セラミックス

や軽量金属など工業材料の創製とそのプロセス・部材化を

軸とした研究開発を通じ、新産業の創生と産業競争力強化

に寄与している。当センターは、旧工業技術院名古屋工業

技術研究所を母体として、昭和27年の設立以来、名古屋市

北区平手町の本所と愛知県瀬戸市の瀬戸分室を研究拠点と

してきたが、平成13年11月に志段味ヒューマンサイエンス

パークに移転した。シナジーマテリアル研究センター、セ

ラミックス研究部門及び基礎素材研究部門を擁し、サイエ

ンスパークの中核研究機関として位置づけられている。本

年度の代表的な活動状況を以下に示す。 

 平成16年1月22日産総研産学官連携部門の地域開催担

当として企画し、「第8回 AIST 産学官交流フォーラム

（ナノテクノロジー／機能性材料／新素材）」を中部産

学官連携研究棟で開催した。産総研のもつ研究成果を産

業界に広く紹介し、個々のケースについて民間企業関係

者と、技術移転、用途展開、市場ニーズ、商業プランな

どの議論を通じて連携の具体化を図ることを目的とし、

中部センターより研究紹介3件、ポスター発表22件のい

ずれも企業に利用してもらえる、選りすぐりの成熟した

技術を紹介した。 

 全国各地から約160名の参加者があり、会場のいたる

所で活発な意見交換が行われ、技術移転のマッチングや

技術交流を促進する場として好評を得た。 

 成果普及講演会を三重県（参加者40名）と石川県（参

加者50名）で開催した。また、名古屋商工会議所で新技

術動向セミナーを6月（参加者100名）と12月（参加者50

名）に行った。 

 志段味ヒューマンサイエンスパーク研究機関統一一般

公開に呼応して11月（来場者850余名）に一般公開を開

催した。これらの行事以外に、本年度の延べ見学者は

737名に達している。 

 知的財産権の取得を積極的に推進し、国内特許129件、

外国特許37件を出願した。所有する知的財産権を活用し、

技術移転を行った結果、ライセンス料1,143万円余と情

報開示料等1,359万円弱の収入があった。本年度中部セ

ンター発のベンチャー企業が2社発足した。 

 技術相談件数は581件あった。 

 産業界をはじめとする外部機関との連携も積極的に展

開し、共同研究220件、委託研究12件、受託研究18件を

行った。大学とは、連携大学院の拡充強化に努め、10大

学（名古屋工業大学、岐阜大学、大同工業大学、名城大

学、中部大学、愛知工業大学、上智大学、姫路工業大学、

長岡技術科学大学、神奈川工科大学）に18名の教授と5

名の助教授が就任している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図(3/31現在) 

 

［中部センター］所  長 筒井 康賢（兼） 

        所長代理 木本 博 

   ［中部産学官連携センター］ 

      センター長 筒井 康賢（兼） 

      産学官連携コーディネータ 

       木本 博（兼）、芝崎 靖雄、 

       長沼 勝義、小田 喜一 

      シニアリサーチャー 榊原 俊作 他 

      総括主幹  杉浦 新一他 

       ［ものづくり基盤技術支援室］ 

          室長 町田 充秀 他 

   ［中部センター業務推進部］ 

          部長 高木 潔 

       ［業務室］室長 浅野 康仲 他 

       ［会計室］室長 稲員 力 他 

       ［研究環境管理室］室長 上野 治 他 

       ［瀬戸サイト］鈴木 稔 他 

     シナジーマテルアル研究センター 

     セラミックス研究部門 

     基礎素材研究部門 
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(7) 関西センター（AIST Kansai） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

代表窓口：0727-51-9601  FAX：0727-54-1939 

サイト： 

尼崎事業所：〒661-0974 兵庫県尼崎市若王子3-11-46、 

      TEL：06-6494-7854 

扇町サイト：〒530-0025 大阪府大阪市北区扇町2-6-20、 

      TEL：06-6312-0521 

大手前サイト：〒540-0008 大阪府大阪市中央区大手 

       4-1-67、TEL：06-6941-5377 

人 員：446（215） 

概 要：産業技術総合研究所関西センターには、3研究

センター（ティシュエンジニアリング研究センター、ヒ

ューマンストレスシグナル研究センター、ダイヤモンド

研究センター）、2研究副部門（計測標準研究部門、光技

術研究部門）、2特別研究体（人間系特別研究体、生活環

境系特別研究体）、2研究ラボ（ライフエレクトロニクス

研究ラボ、システム検証研究ラボ）、及び関西産学官連

携センター内の2連携研究体が置かれている。 

 関西センターは、①産総研が果たす社会貢献の社会と

の接点、②産学官連携の拠点、③産学官連携の産総研内

パイロットプラントという位置付けの中で、4つの分野

（ライフサイエンス分野、環境・エネルギー分野、光・

情報技術分野、知的基盤分野）など、人間と暮らしに密

着した技術領域を重点的に、広範な研究分野の融合を目

指し、また関西産業界からの要請に応じることが出来る

取り組みを推進している。 

 関西地域のもつ産業界、アカデミアの集積、産学官連

携が組みやすい構造（必要なコンポーネントがほどよい

距離に、また適度の規模に配置されているため、どこで、

だれが、どのような仕事をしているかを正確に把握でき、

そして face to face で、意見交換できる場が持てるとい

う大きなメリット）を活かし、分野融合と産学官連携を

念頭に置いた活動を展開した。 

 近畿経済産業局をはじめ、企業、大学、公的研究機関、

自治体および企業団体やベンチャー支援団体などとの連

絡、連携を推進している。産総研関西研究成果ビジネス

化検討委員会や技術シーズ発表会を開催した。連携業務

の平成15年度実績（共同研究＞234件、技術研修200件、

受託研究63件、特許出願＞259件）は活発な産学官連携

の実態を表しており、研究所公開（8月1日、参加人数＞

1897名）、研究講演会（11月12日、参加人数＞380名、12

月12日、参加人数＞250名）、関西センターHP（61000件

のアクセス数）なども関西センターに寄せられている期

待の大きさを示している。 

-------------------------------------------------------------------------- 

 

 

機構図（3/31現在） 

[関西センター]  所  長 請川 孝治（兼）他 

         所長代理 竹中 啓恭 

         尼崎事業所管理監 角井 嘉美   

 [関西産学官連携センター] 

    センター長 請川 孝治（兼） 

    産学官連携コーディネータ 

          若林 昇、竹中 啓恭 

    総括主幹 篠岡 賢三 他 

   [ものづくり基盤技術支援室] 

           室長 山中 裕（兼） 

   [関西地質調査連携研究体] 

       連携研究体長 寒川 旭 

   [溶融炭酸塩形燃料電池連携研究体] 

           連携研究体長 谷本 一美 他 

 

 [関西センター業務推進部]  部長 坂入 隆 他 

   [業務室] 室長 楳原喜久雄 他  

   [会計室] 室長 高澤 孝司 他  

   [研究環境管理室] 室長 小縣 裕持 他 

   [尼崎業務推進室] 室長 巽 一 他 

 

 [活断層研究センター] 

 [ティシュエンジニアリング研究センター] 

 [ヒューマンストレスシグナル研究センター] 

 [ダイヤモンド研究センター] 

 [計測標準研究部門] 

 [地圏資源環境研究部門] 

 [システム検証研究ラボ] 

 [光技術研究部門] 

 [地球科学情報研究部門] 

 [人間系特別研究体] 

 [生活環境系特別研究体] 

 [ライフエレクトロニクス研究ラボ] 

 [システム検証研究ラボ] 

-------------------------------------------------------------------------- 
関西地質調査連携研究体 

（Kansai Collaborative Research Team of Geological 
 Survey） 
連携研究体長：寒川 旭 

（関西センター、大阪大手前サイト） 

概 要：地元の大学・自治体・企業と綿密な連携を保ち

ながら、関西圏における活断層の活動史・地盤災害・地

下地質に関する研究，および，地質資源の活用に関する

研究を行うことによって、市民生活の向上と保全を目指

している。 

 大阪平野北縁の有馬－高槻構造線活断層系や琵琶湖西

縁の琵琶湖西岸断層系、さらには、近い将来の発生が懸

念されている南海地震を中心にして資料収集を行った。

考古遺跡などから得られた地震痕跡に基づいて南海地震
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の発生が規則的であることを検証した。上記断層系につ

いては 近数10万年間の活動史をさらに詳しく把握した。

非金属・骨材などの未利用資源については、近隣の岡山

県などの試料の性状材料試験を実施した．関西産学官連

携センターにおける活動の一環として、研究成果の市民

への普及にも力を注いでいるが、地質相談・普及講演の

他、サイエンスフェスタなどにも出展している。一方、

各自治体の活断層調査に関する委員会委員として調査の

指導にも貢献している。 

溶融炭酸塩形燃料電池連携研究体 

（Collaborative Research team of Molten Carbonate 
 Fuel Cell） 
連携研究体長：谷本 一美 

（関西センター、柳田昌宏、小島敏勝） 

概 要：MCFC 発電技術プロジェクトは、経済省から

新エネルギー産業技術総合開発機構（NEDO）を経て、

溶融炭酸塩型燃料電池発電システム技術研究組合（以下

研究組合）に委託され実施されている。平成12年に当時

の大阪工業技術研究所と研究組合とによる MCFC プロ

ジェクト研究体を形成しプロジェクトの効率的な推進を

行ってきた。現在、産総研の MCFC 研究の担当部署と

して MCFC 連携研究体が実施内容を継続して行ってい

る。 

 MCFC 連携研究体では、発電圧力の高圧化に対応し

た電池材料の耐久性向上の研究を行っている。この中で、

性能に関わる電解質である溶融炭酸塩の酸素ガス溶解度

の計測に取り組むとともに、炭酸カルシウム、炭酸バリ

ウムを添加した炭酸塩組成の電解質としての優位性につ

いて検討し、寿命として1.2倍の耐久性の向上が認めら

れた。 

 また研究組合の組合員でプロジェクト実施者となる電

力中央研究所、石川島播磨重工業、日本ファインセラミ

ックスセンター及び東北大学、横浜国立大学などに呼び

かけて MCFC 連携研究体が中心となり、上記メンバー

の参加による MCFC の材料耐久性向上のための情報検

討会をプロジェクト開始の2000年度から開催しており、

本年度も継続して実施し15年度は5回開催した。 

 

(8) 中国センター（AIST Chugoku） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒737-0197 広島県呉市広末広2-2-2 

代表窓口：電話：0823-72-1111、FAX：0823-73-3284、 

     E-mail：c-renkei@m.aist.go.jp 
人 員：85（ ）名 

概 要：独立行政法人産業技術総合研究所中国センター

は、中国地域における中核的な研究機関として、基礎か

ら応用に到る連続的な研究フェーズを有する「本格研

究」の確立を目指しつつ、積極的な産学官連携と、基礎

研究の成果を産業技術へ橋渡しする「第二種基礎研究」

の推進に鋭意取り組んでいる。 

 中国センターには、「循環バイオマス研究ラボ」が設

置されており、中国地域が有しているポテンシャルを基

に、循環型バイオマス技術に関する世界的研究拠点とし

ての確立と、未利用バイオマス資源のエネルギー等への

有効利用技術の確立による化石資源消費量の削減を目指

している。 

 また、沿岸海洋研究分野においては、瀬戸内海沿岸環

境技術連携体を設置し、環境修復産業の創出を目指して、

環境エンジニアリングの研究開発に努めている。 

さらに、ものづくり技術分野・計測フロンティア研究分

野においては、ものづくり基盤技術の支援及び予測診断

技術、耐環境性評価技術の研究を推進している。 

産学官連携センターは、「中国地域産総研技術セミナ

ー」等を通して研究開発の成果を中国地域に紹介すると

ともに、産学官連携の技術開発をコーディネートするべ

く、努力している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
組織図（3/31現在） 

 

 中国センター所長 矢部 彰  
 

        中国センター所長代理 川名吉一郎  
 

   産学官連携センター センター長 矢部 彰(兼) 
 

    産学官連携コーディネータ 上嶋 英機  
 

    ものづくり基盤技術支援室 室長 大谷 敏昭  
 

   業務推進室 室長 西田 正孝  
 

   循環バイオマス研究ラボ ラボ長 佐々木 義之  
 

   海洋資源環境研究部門 

            副研究部門長 埜口 秀昭  
 

    海洋資源環境研究部門 

           総括研究員 上嶋 英機（兼） 
 

    生態系環境修復研究グループ G 長 星加 章 
 

    海洋生体機能開発研究グループ 

                 G 長 山岡 到保 
 

    海洋環境モニタリング研究グループ 

                 G 長 高杉 由夫 
 

   基礎素材研究部門 副研究部門長 横川 清志 
 

    耐環境性評価技術研究グループ 

              G 長 横川 清志(兼) 
 

    予測診断技術研究グループ 

              G 長 横川 清志(兼) 
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(9) 四国センター（AIST Shikoku） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 高松市林町2217番地14号 

人 員：73（33）名 

概 要：独立行政法人産業技術総合研究所の四国におけ

る拠点としての四国センターは、四国で唯一の工業系公

的研究所であり、‘94.7月に香川県が技術・情報・文化

の複合拠点として旧高松空港跡地を開発・整備して出来

た先端技術・ソフトウエア開発などを行う県内外有力企

業9社の民間研究所、国立香川大学工学部、香川県立図

書館、県内一の総合コンベンション施設のサンメッセ香

川など55の産業支援機関や試験研究機関が集積している

「香川インテリジェントパーク」に新築移転した。 

 四国センターにおける産学官連携等においては、研究

開発や新規産業創出拠点に立地している環境を活かし、

同パーク交流推進協議会等を通じて、四国における民間

企業などとの産学官連携活動を推進し、技術開発やコー

ディネート等の支援活動を活発に行い、地域の産業振

興・社会ニーズへ貢献できるよう奮闘しているところで

ある。 

 研究拠点としての四国センターでは、四国経済産業局

の四国テクノブリッジ（産業クラスター）計画の重点課

題である健康関連産業及び環境関連産業の育成・振興に

向けた取組を強化するなど特定の領域で、世界的に高い

ポテンシャルを有する先端融合研究を推進している。 

 また、産総研では「持続可能な循環型社会の実現に向

けて」を旗印に、研究所全体において ISO14001の認証

取得を目指しており、工技院時代に取得している東事業

所、2003年10月に取得した中部センターに続き、

2004.1.23に当四国センターが産総研で3番目に認証取得

した。 

 平成15年度における四国センターの主な業務実績等は

次のとおりである。 

(1) 単一分子生体ナノ計測研究ラボ 

 平成14年10月に、健康で長寿命の社会の実現のため

の予防診断技術創生を目指した「単一分子生体ナノ計

測研究ラボ」を設立し、四国経済産業局と連携した産

業クラスター計画の推進を図り（15年度地域コンソ提

案は2件）、或いはナノデバイスを用いた生体分子計測

技術について、徳島大学、香川大学、医療計測機器関

係企業との連携を通して、研究をリードしてきた。そ

の結果、細胞診断、及び生体機能評価に不可欠な量子

ドットの低温合成法を開発。今後はこれを活用した細

胞診断技術の研究へ展開していく予定である。 

 なお、15年度は論文15件（インパクトファクター

50）、招待講演31件、特許出願11件を数え、さらに、

極微量分析技術の発表で「 Innovative Analytical 
Research, FACSS 2003（米国）」を受賞した。 

(2) 海洋資源環境研究部門 

 平成13年4月産総研発足時に設立され、中国センタ

ーでは沿岸海域環境の修復・整備、つくばセンターで

は地質情報基盤の構築・整備、当四国センターでは海

洋の無機・有機資源の利用技術、と三つの拠点が役割

分担して拠点間の融合的研究を実施することにより、

部門ミッションの遂行を図り、高い研究成果を上げて

きた。その内、四国センターでは海洋の諸機能（海洋

生物機能、海洋分離機能、海洋界面機能）に着目し、

微視的な観点から現象を解明すると共に、新たな産業

技術としての応用を図ってきた。 

 H15年度における主な成果は次の通りである。 

 ○研究開発成果 

・超高純度（99.9999％）の医療用食塩の製造技術 

・世界 長の銀ナノワイヤ、新規な水系抗菌剤の開発 

・多糖類と高分子との新たなメカノケミカル結合反応

の発見 

・溶接現象の高速度画像情報のデータベース化 

・短パルス光を利用したフジツボ幼生の付着防止法に

お開発 

(3) 四国産学官連携センター 

 H15年度の連携拠点としての取組と実績は次の通り

である。 

 ① 産学官連携プロジェクトの発掘・立案・実施 

・四国経済産業局と連携したテクノキャラバンを実施

（23カ所で相談件数140件） 

・健康関連企業を中心に企業訪問：64件実施 

・地域コンソーシアムに採択2件、実施中4件（四国管

内では5件採択）：アドバイザー及び事業化委員会委

員等としての活動 

・共同研究25件（四国内32%、資金提供型7件）、受託

研究7件、技術指導18件 

② 県域を越えたコーディネート 

 H14年度～H15年度中小企業技術開発産学官連携

促進事業（中小企業庁）「プラズマを利用した高機

能複合硬質皮膜の製造に関する研究」における産総

研、九工大、山口県産技センター、W 産業㈱の連

携を構築した。 

③ 広報活動 

・地域への技術シーズの提供として、研究講演会（健

康産業シリーズ、産総研研究紹介シリーズ）6回、

四国センターシンポジウム・国際シンポジウム・学

会との共催講演会等7回実施。 

・四国経済産業局、経済団体等と連携した技術シーズ

紹介イベントで成果紹介3件。 

・四国センター一般公開（303名）、見学者受け入れ7

団体（延べ219名）を実施。 

-------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（3/31現在） 

 

［四国センター］所  長 一條 久夫 

        所長代理 勝村 宗英 

  ［四国産学官連携センター］ 

     センター長 一條 久夫（兼） 

     産学官連携コーディネータ 

           榊原 実雄 米田 理史 

     ものづくり基盤技術支援室 

       室  長 矢野 哲夫 他 

  ［四国センター業務推進室］ 

       室  長 横山 敏明 他 

 

  ［海洋資源環境研究部門］ 

       分離吸着材料 RG 

       環境調和プラスチック開発 RG 

       水中溶接自動化開発 RG 

       海洋環境材料開発 RG 

 

  ［単一分子生体ナノ計測研究ラボ］ 

       研究ラボ長 馬場 嘉信 

        （徳大薬学部教授兼任） 

 

(10) 九州センター（AIST Kyushu） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052佐賀県鳥栖市宿町807-1 

代表窓口：TEL：0942-81-3600   FAX：0942-81-3690 

サイト： 

 福岡サイト：〒810-0022福岡市中央区薬院4-4-20 

  TEL：092-524-9047 FAX：092-524-9010  

 大分サイト：〒870-1117大分市高江西1-4361-10 

  TEL：097-596-7175 FAX：097-596-7179 

人 員：124名（65名） 

概 要：産業技術総合研究所九州センターは、鳥栖サイ

ト（旧九州工業技術研究所）、大分サイト（旧九州工業

技術研究所大分分室）および福岡サイトをまとめた研究

拠点の総称である。 

 平成15年8月1日に、地域の青少年への科学技術の啓蒙

を目的とした当センターの一般公開を鳥栖サイトで行っ

た。つくばセンターチームによる「体験型サイエンス実

験ショー」、「移動地質標本館コーナー」、「つくば出展コ

ーナー」をはじめとして九州センターから7つのテーマ

を公開し、わかりやすい理科実験・展示等を行い活気あ

る公開となり、入場者数は402名に上った。 

 福岡ナノテク NOW2003（7月25日）、北九州学研都市

産学連携フェア（10月8日～10日）、特許流通フェア

2003in 九州（11月12～14日）、特許流通フェア2003in 中

部（10月8日～10日）、特許流通フェア2003in 関東（11

月19日～21日）、近畿特許流通フェア in2003（11月25日

～26日）、国際光触媒技術展（10月15日～17日）、国際新

技術フェア（11月19日～21日）、北陸技術交流テクノフ

ェア（10月22日～24日）、新潟ものづくり技術展（11月

27日、28日）、中小企業ビジネスフェア in 東北（11月26、

27日）等の各イベントにパネル等の出展を行った。 

 平成16年2月6日に、「産総研九州センタ－の新分野へ

の挑戦～マイクロ・ナノテクノロジ－＆実環境フロンテ

ィア計測～」をメインテーマとした平成15年度九州セン

ター研究講演会を福岡市で開催した。当センターにおけ

る研究成果の発表、および関連分野から講師を招いた特

別講演を催した。参加人数は162名であった。 

 九州センター産学官連携推進事業（講演会・ミニシン

ポジウム等）として、平成15年5月21日に第5回マイクロ

リアクター技術研究会＠九州研究講演会（参加者70名）、

平成16年3月16日に第6回マイクロリアクター技術研究会

＠九州研究講演会（参加者55名）、1月9日に第6回佐賀大

学連携大学院産学官交流セミナー、3月2日に産学官連携

講演会「ナノ材料・セラミックスと新しい産業」（参加

者112名）等を開催した。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［九州センター］  所  長 清水 肇 

          所長代理 安田 誠二 

   ［九州産学官連携センター］ 

         センター長 清水  肇（兼） 

         総括主幹  渡邊 健蔵 

         産学官連携コーディネータ 

               安田 誠二他 

 

      ［ものづくり基盤技術支援室］ 

         室長 柴田 薫 他 

      ［大分福祉技術連携研究体］ 

         連携研究体長 安田 誠二（兼）他 

   ［九州センター業務推進室］ 

         室  長 村田 秀春 他 

 

   ［基礎素材研究部門］ 

         副研究部門長 立川 博 他 

   ［マイクロ空間化学研究ラボ］  

         ラボ長 清水 肇（兼） 他 
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九州センター独自事業 

NO. 事業題名 実施時期 実施場所 特別講演講師所属 講師名 参加者 備考

1 産総研九州センター研究講演会 2004年2月 福岡市内、博多

サンヒルズホテ

ル 

九州大学大学院 

農学研究院 教授 

久原 哲 162  

2 第5回マイクロリアクター技術研

究会＠九州研究講演会 

2003年5月 福岡県中小企業

振興センター 

  70  

3 第6回マイクロリアクター技術研

究会＠九州研究講演会 

2004年3月 福岡県中小企業

振興センター 

  55  

 

平成15年度九州センター産学官連携推進事業（講演会・ミニシンポジウム） 

NO. 事業題名 実施時期 実施場所 講師所属 講師名 参加者 目的、概要 

1 

九州材料加工合

同研究会第7回研

究講演会 

2003/9/12 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

三菱重工業(株) 

長崎研究所 

林 慎之 

広松 一男 
41 

九州材料加工合同研究

会は、九州内の 8大

学、7県の工業技術セ

ンター、40の企業から

構成されており、産学

官の連携を進めていく

上で、重要な研究会 

2 

天然素材複合化

技術研究グルー

プ講演会 

2003/12/11 九州センター 広島大学大学院 松村 幸彦 13 

バイオマスの加圧熱水

処理の研究に関し産学

官連携の強化、発展に

資することを目的とし

た講演会 

3 

多機能材料技術

研究グループ講

演会 

2003/12/16 九州センター
九州大学産学連携

センター 
桑野 範之 12 

ナノ構造制御技術を用

いた各種窒化アルミニ

ウム薄膜センサの開発

に関し産学官連携の強

化、発展に資すること

を目的とした講演会 

4 

無機・有機複合

化材料研究グル

ープ講演会 

2003/12/18 九州センター 長崎大学大学院 中嶋 直敏 13 

無機・有機ハイブリッ

ド材料、カーボンナノ

チューブに関し、産学

官連携の強化、発展に

資することを目的とし

た講演会 

5 

九州材料加工合

同研究会第8回研

究講演会 

2004/3/24 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

旭エンジニアリン

グ(株)次世代メン

テナンス研究所 

日立金属株式会社 

素材研究所 

今中 拓一 

五十嵐芳夫 
21 

九州材料加工合同研究

会は、九州内の 8大

学、7県の工業技術セ

ンター、40の企業から

構成されており、産学

官の連携を進めていく

上で、重要な研究会 

 

第6回連携大学院産学官交流セミナー 

NO. 事業題名 実施時期 実施場所 講師所属 講師名 参加者 目的、概要 

1 

第6回連携大学院

産学官交流セミ

ナー 

2004/1/9 九州センター
ベンチャー開発戦

略研究センター 
藤井 昭弘 80 

佐賀大学との連携大学

院制度の中で取り組ん

でいる共同研究や、教

官と学生の研究成果の

紹介並びに、講師によ

る企業人の立場から見

た技術開発のあり方に

ついての講演等により

産学官連携を推進する
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産学官連携講演会「ナノ材料・セラミックスと新しい産業」 

NO. 事業題名 実施時期 実施場所 講師所属 講師名 参加者 目的、概要 

1 

産学官連携講

演会「ナノ材

料・セラミッ

クスと新しい

産業」 

2004/3/2 

ホテル 

ス テ ー シ

ョ ン プ ラ

ザ 

大阪大学 産業科学研究所 

産総研 セラミックス研究部門

日本ガイシ(株)研究開発本部 

物質・材料研究機構材料研究所

産総研 基礎素材研究部門 

東陶機器(株)総合研究所 

九州大学大学院 

新原 皓一 

亀山 哲也 

阪井 博明 

目 義雄 

立山 博 

清原 正勝 

北條 純一 

112 

ナノ材料，ファイ

ンセラミックスを

中心に、産学官連

携により新産業創

出を促進すること

を目的として、産

総研と九州ファイ

ンセラミックス・

テクノフォーラム

（KFC）が共同企

画した講演会 

 

産学官連携交流研究会 

NO. 事業題名 実施時期 実施場所 講師所属 講師名 参加者 目的、概要 

1 

第12回産学官交

流研究会「産学

官連携による事

業化への取り組

み～熊本県にお

け る 事 例 紹 介

～」 

2003/4/11 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

(株)ユージーン 井出 博之 40 

九州経済産業局と連携

し、毎月多方面の有識

者を招聘して企業等と

の交流・連携強化を目

的とした研究会 

2 

第13回産学官交

流研究会「産学

連携の可能性を

探る」 

2003/5/9 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

九州大学大学院経

済学研究院 
高田 仁 35  

3 

第14回産学官交

流研究会「経営

者に求められる

知 的 財 産 権 戦

略」 

2003/6/13 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

(株)西部技研 川上由基人 40  

4 

第15回産学官交

流研究会「海洋

温度差発電に学

ぶ新産業創出」 

2003/7/11 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

佐賀大学海洋エネ

ルギー研究センタ

ー 

池上 康之 40  

5 

第16回産学官交

流研究会「九州

半導体関連企業

の生きる道」 

2003/8/8 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

福岡大学工学部 友景 肇 55  

6 

第17回産学官交

流研究会「九州

の中小企業から

見た韓国との連

携」、「韓国ＦＴ

Ａが経済関係に

及ぼす影響につ

いて」 

2003/9/12 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

第一施設工業(株) 

韓国貿易センター

福岡 

篠原 統 

朴 基植 
80  

7 

第18回産学官交

流研究会「日本

ナノテクの事業

化戦略」 

2003/10/3 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

日本ナノテク(株) 大林 和生 45  

8 

第19回産学官交

流研究会「納豆

は地球を救う」、

「事業として成

功する産学共同

研究とは～3つの

事例紹介～」 

2003/11/14 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

九州大学大学院農

学研究院 

九州工業大学地域

共同研究センター 

原 敏夫 

田中 洋征
40  
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NO. 事業題名 実施時期 実施場所 講師所属 講師名 参加者 目的、概要 

9 

第20回産学官交

流研究会「新聞

社とは」 

2003/12/12 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

読売新聞西部本社

編集局 
沢田 孝雄 45  

10 

第21回産学官交

流研究会「世界

に羽ばたくベン

チャー創出を目

指して～九州地

域ベンチャーフ

ァ ン ド の 設 立

～」 

2004/1/9 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

九州ベンチャーパ

ートナーズ(株) 
水口 敬司 70  

11 

第22回産学官交

流研究会「九州

地域の活性化と

平 成 16 年 度 施

策」、「「西から

風を」を目指し

て～マイクロ空

間科学への期待

～」 

2004/2/13 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

九州経済産業局長 

産業技術総合研究

所九州センター 

鈴木 正徳

清水 肇 
50  

12 

第23回産学官交

流研究会「サン

ガクモデル失敗

から学ぶ12の工

夫～財務・マー

ケティングを中

心に～」 

2004/3/12 

九州地域産学

官交流センタ

ー 

中央青山監査法人 

福岡事務所 
山口 徹也 50  

（注）上記は、平成14年6月より九州経済産業局と連携して、毎月1回企業等との交流・連携強化のための「産学官交流

研究会」として開催している。 
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４．地質調査総合センター 
地質調査総合センター 
（Geological Survey of Japan） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8567 つくば市東1-1-1 中央第7 他 

概 要 産業技術総合研究所地質調査総合センターは、

産総研内の地質の調査に関連する組織の総称で、具体的

にはあとで示す機構図に含まれる研究ユニット・関連部

署・連携研究体及び関連研究コーディネーターからなる。 

この組織はほぼ旧地質調査所を引き継いでおり、対外的

には Geological Survey of Japan を名乗って、各国地

質調査所に対して我が国を代表する窓口となっている。 

 地質の調査は、産総研のミッションの一つとして位置

付けられている。地球科学及び関連科学の幅広い分野に

わたる研究者を有している地質調査総合センターは、学

際的・境界領域的研究分野の積極的開拓を目指した連携

体制を構築し、国の知的基盤整備の一翼をになうととも

に、地震・火山噴火等の突発的地質災害発生時の緊急調

査・観測体制に対応する仕組みとしての機能を持ってい

る。また、地質調査総合センターは、参加する研究ユニ

ットの地球科学分野における研究成果を一つの出口とし

てまとめ、旧地質調査所の出版物刊行を引き継いだ出版

活動及び成果普及活動を実施する仕組みともなっている。

更に、産学官連携活動の一環として、経済産業省知的基

盤課との定期懇談会、関連業界団体である（社）全国地

質調査業協会連合会との定期懇談会の実施も、地質調査

総合センターとして行っている。 

 地質調査総合センターでは、各ユニット及び関連部署

間の意思の疎通を計るために、隔週の連絡会議を開催し、

情報交換・意見交換等をおこなっているが、研究ユニッ

ト間の関係がフラットであることを保証するため、地質

調査総合センター内各組織の関係はあくまでも対等であ

り、従って代表者を置かず、連絡会議の議長及び事務局

（地質調査情報部）のみが存在する。 

-------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（3/31現在） 

 

［地質調査総合センター］ 

  研究コーディネータ 佃 栄吉 

  [研究ユニット] 

  [深部地質環境研究センター] 

   センター長 笹田 政克他 

  [活断層研究センター] 

   センター長 杉山 雄一 他 

  [地球科学情報研究部門] 

   部門長 富樫 茂子 他 

  [地圏資源環境研究部門] 

   部門長 野田 徹郎 他 

  [海洋資源環境研究部門] 

   部門長 宮崎 光旗 他 

  [関連部署] 

  [成果普及部門 地質調査情報部] 

   部長 湯浅 真人 他 

  [成果普及部門 地質標本館] 

   館長 青木 正博 他 

  [国際部門 国際地質協力室] 

   室長 石原 丈実 他 

  {連携研究体} 

  [産学官連携部門 北海道地質調査連携研究体] 

   中川 充 他 

  {地域拠点等} 

  [産学官連携部門 関西地質調査連携研究体] 

   寒川 旭 他 

  事務局 

  [成果普及部門 地質調査情報部] 

 

業務報告データ 

 日付 地質調査総合センター行事 

H15.5.26 地球惑星科学関連学会（幕張メッセ） 

 （ブース出展）～29日 

H15.6.30 国際測地学地球物理学連合2003年総会 

 （ブース出展）～7月11日 

H15.7.15 測量・地図技術フェア in 沖縄 

 （ブース出展）～17日 

H15.7.29 経済産業省知的基盤課との第9回 

 定期懇談会 

H15.8.2 ハットンシンポジウム～6日 

H15.8.7 ゴールドシュミット国際会議 

 倉敷大会～12日 

H15.9.19 地質情報展しずおか開催～21日 

H15.9.25 全地連技術 e-フォーラムさいたま 

 （ブース出展）～26日 

H15.10.6 日本地震学会2003年秋季大会 

 （ブース出展）～8日 

H15.11.19 経済産業省知的基盤課との第10回 

 定期懇談会 

H15.12.19 地質図の利用普及に関する懇談会準備会 

H15.1.7 富士川楽座（東名富士川 SA）における 

 体験型イベント「海－駿河湾－」に展示 

 協力～4月5日 

H16.1.29 震災対策技術展（神戸会場） 

 （ブース出展）～30日 

H16.2.5 震災対策技術展（横浜会場） 

 （ブース出展）～6日 

H16.2.12 第3回全地連／地質調査総合センター 

 懇談会 
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５．計量標準総合センター 
計量標準総合センター 
（National Metrology Institute of Japan） 
-------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1中央第3 

人 員：405（272）名 

概 要：産業技術総合研究所内の計測標準研究部門、成

果普及部門計量研修センター及び計量標準管理部、国際

部門国際標準協力室の4つの部署を一括して、計量標準

総 合 セ ン タ ー （ National Metrology Institute of 
Japan：NMIJ）と総称している。計量標準総合センタ

ーは、この4部署が互いに連携を取りながら、経済産業

省が企画立案する政策のもと、計量標準や計測分析技術

に関する先導的な研究開発を行っていくとともに、質の

高い標準供給を行い、我が国のトレーサビリティ制度と

法定計量制度の発展に貢献をしている。また、計量標準

総合センターは、外部からは産総研の計量に関わる活動

の中核的な組織として位置付けられ、国際的にはメート

ル条約などにおいて日本の代表機関として位置付けられ

ている。 

 計量に関わる活動を円滑に進めるために、企画本部も

交えて毎週1回の定期的な連絡会を開催しており、その

事務局を計量標準管理部が担っている。 

 具体的な、主な活動は以下の通りである。 

１）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・改

善と新しい標準の研究・開発 

２）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広報活

動等による成果の普及 

３）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準整

備計画や研究課題への反映 

４）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基づ

く活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国の国

家計量機関［NMI］との研究協力・技術協力など） 

５）計量や計測に関する人材の育成 

６）計量法に基づく計量器の型式承認試験、基準器検査

等 

-------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（3/31現在） 

 

[計量標準総合センター]  代表 田中 充 

 [計測標準研究部門] 

   部門長 田中 充 他 

 [成果普及部門計量標準管理部] 

   部長 中野 英俊 他 

   [計量行政調査室] 

   室長 井原 俊英 他 

   [標準供給保証室] 

   室長 小池 昌義（併） 他 

 [成果普及部門計量研修センター] 

   センター長 秦 勝一郎 他 

 [国際部門国際標準協力室] 

   室長 岡路 正博 他 

-------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

 

・計量標準総合センター全体会合 2回 

（7月15日、1月5日） 

・知的基盤課・計量標準総合センター連絡会 3回 

（4月15日、7月8日、1月27日） 

・計量標準総合センター連絡会 37回 

・2003度供給開始標準項目 

 物理標準  27、  標準物質  34 

・ピアレビュー 

 標準16品目に対して技術審査を7回実施 

・品質システムの新たな認定件数 

 新たに26種類、52の計量標準について認定取得 

 国際比較 

 時間  長さ  質量  振動・音響  温度 

  4    1    9      1     3 

 物質量  測光放射 放射線 電磁気  合 計 

  3      0     5     0     26 

 

・講演会等 10回 

１．NMIJ セミナー「計測・試験器の遠隔校正（e-
trace）の提案」4月10日 東京ビッグサイト 

２．NMIJ セミナー「ASEAN 地域におけるトレーサビ

リティの現状」4月10日 東京ビッグサイト 

３．計量標準100周年記念講演会・記念式典・祝賀会 

 5月20日 経団連会館 

４．計量標準100周年記念計量標準セミナー 

5月21日 3-9棟会議室 

５．第8回 NMIJ セミナー「新規 NMIJ 標準物質と高精

度分析法」9月12日 幕張メッセ 

６．計測展2003TOKYO 基調講演・コンファレンス 

  11月5日・6日・7日 東京ビッグサイト 

７．バイオ計量標準シンポジウム 

「バイオテクノロジーにおける計測の国際標準化にむ

けて」11月14日 都市センターホテル 

８．計測標準フォーラム NMIJ－日本 NCSLI 第1回合

同講演会 11月21日 大田区産業プラザ PiO 

９．計測標準研究部門第4回成果発表会 

  11月11日・12日 3-9棟会議室  

10．計測標準研究部門第5回成果発表会 

  1月23日 3-9棟会議室 

 

・イベント参加 3回 

１．TEST2003 
  第7回総合試験機器展（4月9－11日） 

２．2003分析展 幕張メッセ（9月10－12日） 

３．計測展2003TOKYO 東京ビッグサイト 
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（11月5－7日） 

 

・産総研計量標準報告 Vol.2 No.1 発刊（2003.4） 

・産総研計量標準報告 Vol.2 No.2 発刊（2003.7） 

・産総研計量標準報告 Vol.2 No.3 発刊（2003.12） 

・産総研計量標準報告 Vol.2 No.4 発刊（2004.1） 

・産総研計量標準モノグラフ 第3号発刊（2004.3） 

 「「NMIJ CRM 7301-a 海底質（ブチルスズ分析

用）」の開発」 

・「世界をひとつに結ぶ計量標準」ビデオ（日本語版・

英語版作成） 

・「法定計量」ビデオ（日本語版・英語版作成） 
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産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(835) 

Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報では大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

単に研究ユニット別の発表数等を記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（http://www.aist.go.jp/）からデータベースの形で提供されている。検索等が自由に行えるため、是非、公式ホームペ

ージにアクセスしていただきたい。 
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１．研究発表 
論文発表 口頭発表 著書刊行物 地球科学情報 計量技術情報 

ユニット名称 
(査読付) (全て) 

(国際 

学会) 
(全て) (全て)

地球科学

研究成果

論文誌

地質基本

図幅

地質図

類・地球

科学図

計 プロトコル

計量に係

わる告示

など

計量関係

JIS､TR 

特定要求

事項 

内  部 

マニュアル 

法人発行

の計量

技術論文

計 

深部地質環境研究センター 27 30 36 129 18 3 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 

活断層研究センター 30 35 68 142 33 18 0 0 18 0 0 0 0 0 0 0 

化学物質リスク管理研究セン

ター 
25 26 18 45 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

フッ素系等温暖化物質対策テ

クノロジー研究センター 
16 17 9 41 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ライフサイクルアセスメント

研究センター 
24 32 35 123 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

パワーエレクトロニクス研究

センター 
24 25 20 66 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生命情報科学研究センター 41 52 27 102 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生物情報解析研究センター 36 38 30 157 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ティッシュエンジニアリング

研究センター 
21 25 15 92 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ヒューマンストレスシグナル

研究センター 
34 40 15 96 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

強相関電子技術研究センター 43 44 68 140 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

次世代半導体研究センター 48 55 63 160 2 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 6 

サイバーアシスト研究センタ

ー 
16 25 1 25 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

マイクロ・ナノ機能広域発現

研究センター 
14 14 6 31 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ものづくり先端技術研究セン

ター 
16 19 7 42 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

高分子基盤技術研究センター 31 34 31 105 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

光反応制御研究センター 43 44 49 146 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

新炭素系材料開発研究センタ

ー 
28 38 30 81 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

シナジーマテリアル研究セン

ター 
57 58 53 83 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

超臨界流体研究センター 28 40 17 64 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

スマートストラクチャー研究

センター 
57 69 38 92 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

界面ナノアーキテクトニクス

研究センター 
63 68 54 244 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

グリッド研究センター 15 18 31 105 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

爆発安全研究センター 22 25 18 98 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

糖鎖工学研究センター 54 56 11 137 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

年齢軸生命工学研究センター 12 14 15 49 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

技術と社会研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

デジタルヒューマン研究セン

ター 
30 35 28 72 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

近接場光応用工学研究センタ

ー 
19 21 26 41 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ダイヤモンド研究センター 6 6 18 33 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

バイオニクス研究センター 16 16 10 63 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ジーンファンクション研究セ

ンター 
26 35 31 99 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計測標準研究部門 182 237 155 618 38 0 0 0 0 14 49 6 7 132 15 223 

地球科学情報研究部門 107 138 189 448 102 17 34 7 58 0 0 0 0 0 0 0 

地圏資源環境研究部門 93 120 108 272 84 4 0 3 7 0 0 0 0 0 0 0 

海洋資源環境研究部門 125 157 113 408 30 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 

エネルギー利用研究部門 192 218 172 505 25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

電力エネルギー研究部門 145 159 181 476 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

環境管理研究部門 115 140 114 327 31 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

環境調和技術研究部門 116 149 95 336 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

情報処理研究部門 32 36 24 75 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

知能システム研究部門 119 132 75 237 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

エレクトロニクス研究部門 171 191 114 285 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

光技術研究部門 202 227 194 498 27 0 0 0 0 0 0 0 0 4 3 7 

人間福祉医工学研究部門 116 126 81 320 48 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 

脳神経情報研究部門 74 91 41 140 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

物質プロセス研究部門 79 80 55 237 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

セラミックス研究部門 152 161 149 410 17 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 

基礎素材研究部門 188 228 157 425 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

機械システム研究部門 113 130 102 298 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ナノテクノロジー研究部門 101 107 115 327 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計算科学研究部門 39 44 54 153 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生物機能工学研究部門 111 133 82 379 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

人間系特別研究体 48 50 52 196 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生活環境系特別研究体 122 123 82 286 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

薄膜シリコン系太陽電池開発

研究ラボ 
6 8 24 35 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ライフエレクトロニクス研究

ラボ 
77 82 34 105 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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論文発表 口頭発表 著書刊行物 地球科学情報 計量技術情報 

ユニット名称 
(査読付) (全て) 

(国際 

学会) 
(全て) (全て)

地球科学

研究成果

論文誌

地質基本

図幅

地質図

類・地球

科学図

計 プロトコル

計量に係

わる告示

など

計量関係

JIS､TR 

特定要求

事項 

内  部 

マニュアル 

法人発行

の計量

技術論文

計 

メンブレン化学研究ラボ 23 25 9 45 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

マイクロ空間化学研究ラボ 18 19 11 66 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

極微プロファイル計測研究ラ

ボ 
3 4 11 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

単一分子生体ナノ計測研究ラ

ボ 
20 23 23 62 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

循環バイオマス研究ラボ 3 3 6 21 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

システム検証研究ラボ 2 11 8 33 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

先端情報計算センター 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特許生物寄託センター 7 7 2 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ベンチャー開発戦略研究セン

ター 
1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

フェロー 6 6 15 21 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

北海道地質調査連携研究体 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

連携融合研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

関西地質調査連携研究体 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

溶融炭酸塩形燃料電池連携研

究体 
4 6 3 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大分福祉技術連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

先端 SoC 連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

環境調和型ディーゼルシステ

ム連携研究体 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

次世代モバイル用表示材料連

携研究体 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大型 FPD 連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合   計 3,834 4,427 3,529 11,019 782 46 34 11 91 14 49 18 7 136 18 242 

 



資 料 

(838) 

２．兼  業 

平成15年度兼業一覧 

所属 ＼ 依頼先 大 学 官 庁 民 間 公的法人 その他 計 

活断層研究センター 1           1   

化学物質リスク管理研究センター   1     3   4   

ライフサイクルアセスメント研究センター 2       4   6   

パワーエレクトロニクス研究センター         1   1   

生命情報科学研究センター 1 1 2   3   7   

生物情報解析研究センター     1 (1) 1   2 (1)

ティッシュエンジニアリング研究センター 1 2 1   8 1 13   

ヒューマンストレスシグナル研究センター 2   1 (1) 2   5 (1)

次世代半導体研究センター     4 (2) 6   10 (2)

サイバーアシスト研究センター 2 1 4 (3) 5   12 (3)

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター         3   3   

ものづくり先端技術研究センター 1   1 (1) 1   3 (1)

高分子基盤技術研究センター         3   3   

光反応制御研究センター 1       1   2   

新炭素系材料開発研究センター 1       2   3   

シナジーマテリアル研究センター 1       1   2   

超臨界流体研究センター         1   1   

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1       2   3   

グリッド研究センター 1 1 3   4   9   

爆発安全研究センター 1       3   4   

糖鎖工学研究センター     2 (1) 3   5 (1)

年齢軸生命工学研究センター     3   5   8   

技術と社会研究センター         1   1   

デジタルヒューマン研究センター（H15･4･1ラボから変更）         6   6   

ダイヤモンド研究センター 1           1   

ジーンファンクション研究センター（H15･9･1ラボから変更）         1   1   

計測標準研究部門 7 1 1   11   20   

地球科学情報研究部門 4   1 (1)     5 (1)

地圏資源環境研究部門 1       5   6   

海洋資源環境研究部門 1   1       2   

エネルギー利用研究部門 1 1     20   22   

電力エネルギー研究部門 1   4 (1) 5   10 (1)

環境管理研究部門 2       13   15   

環境調和技術研究部門 11 2 1   14   28   

情報処理研究部門 2   6   10   18   

知能システム研究部門 3   6 (1) 17   26 (1)

エレクトロニクス研究部門 2 1     5   8   

光技術研究部門 2       14   16   

人間福祉医工学研究部門 8 3 2 (1) 12   25 (1)

脳神経情報研究部門 2 1     6 1 10   

物質プロセス研究部門 4       16   20   

セラミックス研究部門 5   10 (4) 1   16 (4)

基礎素材研究部門 2 2 1 (1) 5   10 (1)

機械システム研究部門 2 2     6   10   

ナノテクノロジー研究部門 4 1 1   13   19   

計算科学研究部門 1       3   4   

生物機能工学研究部門 4 2 4 (1) 13   23 (1)

人間系特別研究体 1 1 2 (1) 7   11 (1)

生活環境特別研究体   1 1       2   

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ         2   2   

デジタルヒューマン研究ラボ（H15･4･1センターへ変更） 1           1   

ライフエレクトロニクス研究ラボ 1       3   4   

マイクロ空間化学研究ラボ         1   1   

先端バイオエレクトロニクス研究ラボ 1           1   

極微プロファイル計測研究ラボ         1   1   

ジーンファンクション研究ラボ（H15･9･1センターへ変更） 1   1       2   

循環バイオマス研究ラボ         2   2   

システム検証研究ラボ         1   1   

フェロー     1 (1) 1   2 (1)

研究関連・管理部門・その他 4 34 5 (1) 28   71 (1)

合    計 95 58 70 (22) 305 2 530 (22)

※カッコの数字は、国公法第103条兼業（役員兼業）を内数で表記してある。 
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３．委員委嘱 

平成15年度委員委嘱データ 

ユニット名称 件 数 

深部地質環境研究センター 29

活断層研究センター 45

化学物質リスク管理研究センター 47

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 12

ライフサイクルアセスメント研究センター 51

パワーエレクトロニクス研究センター 8

生命情報科学研究センター 3

生物情報解析研究センター 19

ティッシュエンジニアリング研究センター 34

ヒューマンストレスシグナル研究センター 26

強相関電子技術研究センター 1

次世代半導体研究センター 24

サイバーアシスト研究センター 23

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 10

ものづくり先端技術研究センター 30

高分子基盤技術研究センター 21

光反応制御研究センター 15

新炭素系材料開発研究センター 27

シナジーマテリアル研究センター 128

超臨界流体研究センター 13

スマートストラクチャー研究センター 26

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 7

グリッド研究センター 24

爆発安全研究センター 65

糖鎖工学研究センター 9

年齢軸生命工学研究センター 7

技術と社会研究センター 1

デジタルヒューマン研究センター 24

近接場光応用工学研究センター 3

ダイヤモンド研究センター 18

バイオニクス研究センター 1

ジーンファンクション研究センター 2

計測標準研究部門 550

地球科学情報研究部門 190

地圏資源環境研究部門 193

海洋資源環境研究部門 129

エネルギー利用研究部門 272

電力エネルギー研究部門 219

環境管理研究部門 126

環境調和技術研究部門 116

情報処理研究部門 82

知能システム研究部門 129

エレクトロニクス研究部門 40

光技術研究部門 102

人間福祉医工学研究部門 134

脳神経情報研究部門 23

物質プロセス研究部門 50

セラミックス研究部門 142

基礎素材研究部門 191

機械システム研究部門 116

 



資 料 

(840) 

ユニット名称 件 数 

ナノテクノロジー研究部門 25

計算科学研究部門 24

生物機能工学研究部門 56

人間系特別研究体   55

生活環境系特別研究体     121

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 3

ライフエレクトロニクス研究ラボ 15

メンブレン化学研究ラボ 4

マイクロ空間化学研究ラボ 12

極微プロファイル計測研究ラボ 4

単一分子生体ナノ計測研究ラボ 7

循環バイオマス研究ラボ 10

システム検証研究ラボ 4

先端情報計算センター 1

特許生物寄託センター 4

ベンチャー開発戦略研究センター 3

フェロー 21

その他部門等 715

合   計 4641
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４．中期目標 

 独立行政法人産業技術総合研究所は、3200人余の職員

を擁する我が国 大規模の公的研究機関である。経済産

業省傘下の独立行政法人として期待する役割は、多岐に

わたる分野の研究者集団の融合と創造性の発揮による研

究活動を通じた新たな技術シーズの創出、機動性・開放

性を駆使した産学官ポテンシャルの結集による産業技術

力の向上や新規産業の創出への取組みであり、さらには、

地質の調査や計量標準の普及・供給に代表される国家的

視点に立った信頼性と継続性の要求される業務の遂行を

通じた産業社会にとっての知的基盤等の充実への貢献で

ある。そしてこれらを通じた我が国経済の発展、国民生

活の向上に寄与していくことが期待される。 

係る観点を踏まえ、産業技術総合研究所に対しては、産

業技術に係るニーズとシーズを踏まえつつ、将来の産業

技術の要となる共通基盤的技術課題を抽出し、競争的資

金の導入割合の増加等の体制の強化を図りつつ、創造性

の高い研究の推進及びこれら研究成果の普及に努めると

ともに、地質の調査、計量標準の普及・供給等産業社会

の知的な基盤の構築に関する業務を着実に遂行すること

を求める。更には、自らの有するポテンシャルを結集 

した産業技術情報の収集、分析等を通じて産業技術政策

の策定に貢献することを併せて期待する。 

１．中期目標の期間 

 独立行政法人産業技術総合研究所の平成13年度から

始まる第1期における中期目標の期間は、4年（平成13

年4月～平成17年3月）とする。 

２．業務運営の効率化に関する事項 

 平成13年度から始まる第1期は、研究業務（独立行

政法人産業技術総合研究所法（以下個別法）第11条第

1項第1号から第3号に規定された業務）、研究関連業

務（同条同項第4号に規定された業務）、管理業務

（同条同項第5号に規定された業務）の遂行における

費用対効果の抜本的向上を図るため、以下の目標を実

現するものとする。 

１）【組織運営】 

 工業技術院に属する試験研究機関15所及び計量教

習所を統合して産業技術総合研究所を発足させたこ

とに鑑み、下記の各業務について、統合のメリット

を 大限に活用した業務運営効率の高い研究組織、

制度を確立するものとする。また、地域における産

業競争力の強化、新規産業の創出に貢献するため、

地域の産業界、大学、地方公共団体等と連携を図り

つつ、地域展開を図るものとする。 

・研究業務においては、多重構造を排除したフラット

な研究組織を構築すること。 

・関連業務においては、集中と分散による効率的な運

営を行うこと。 

・管理業務においては、重複業務を整理するとともに、

施設・スペース管理を徹底し、有効活用すること。 

２）【戦略的企画】 

 研究課題の適切な選択および重点化を行うために、

科学技術基本計画（閣議決定、2001年3月）、国家

産業技術戦略（国家産業技術戦略検討会、2000年4

月）、産業技術戦略（産業技術審議会、2000年4

月）等に沿った重点研究課題を選び出し、研究資源

の集中投資により研究開発を効果的に進めるなど、

戦略的に企画するものとする。また、研究課題の評

価を定期的に行い、外部ニーズ等の的確な反映によ

り研究展開の柔軟性を保つものとする。 

３）【機動的研究組織】 

 ミッション遂行に 適な研究体制の構築のために、

研究組織については定期的に評価を行い、その結果

に基づき、必要に応じて再編・改廃などの措置を講

じ、機動的、柔軟かつ効果的な組織形態を維持する

ものとする。 

４）【研究の連携・協力】 

 他省庁研究機関、大学、民間企業等、様々な外部

ポテンシャルとの連携・協力を強化し、研究推進の

効率化を図るとともに、積極的に外部機関等におけ

る研究開発の発展に貢献するものとする。 

５）【評価と自己改革】 

 社会的要請や科学技術の進展の把握に努め、常に

研究所の位置付けを確認しつつ、様々な観点から自

ら行う研究の方向性、それまでに得られた研究成果

等を評価し、その結果を研究資源配分に反映させる

等、研究組織間の競争的環境を整備し、研究開発業

務の向上に努める。併せて業務効率化の観点から、

研究関連部門等の業務内容の妥当性を点検し無駄の

ない業務運営を行うものとする。 

６）【職員の意欲向上と能力啓発】 

 定期的に個人の業績を様々な観点から評価し、そ

の結果を具体的な処遇・人員配置として適切に反映

させ、勤労意欲の向上を図るとともに、業務を行う

上で必要な研修の機会を与え、職員の能力の啓発に

努めるものとする。 

７）【研究員の流動性の確保】 

 若手研究員の自主性、自立性を高める等、国内外

の研究者コミュニティーにおける人材の流動性の向

上を図るとともに、蓄積された高いキャリアを様々

な業務において有機的に活用するものとする。 

８）【業務の情報化の推進】 

 管理業務においては、先進的に電子化を導入し、

ネットワークを活用した事務処理の効率化を進め、

処理の効率化・ペーパーレス化・迅速化を図るもの

とする。 

９）【外部能力の活用】 

 各業務を精査し、業務内容の見直し、外部専門家

の活用を検討し、適当と考えられる業務については

外部委託を推進するものとする。 
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10）【省エネルギーの推進】 

 研究開発においても、環境に調和して持続的に発

展可能な社会に適応するため、エネルギーの有効利

用に努めるものとする。 

11）【環境影響への配慮】 

 研究活動の環境影響への配慮の観点から、関係規

格への対応を進めるものとする。 

12）【事業運営全体の効率化】 

 運営費交付金を充当して行う業務については、業

務の効率化を進め、新規に追加されるもの、拡充分

等は除外した上で、中期目標の期間中、毎年度、平

均で前年度比1%の業務経費の効率化を行う。 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

 個別法に記載されたミッションに鑑み、産業界、学

界等との役割分担を図りつつ、下記１）から３）に該

当する各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、

新産業の創出及び知的基盤の構築に貢献し、我が国経

済の発展、国民生活の向上に寄与するものとする。 

１）【鉱工業の科学技術】《別表１》 

２）【地質の調査】《別表２》 

３）【計量の標準】《別表３》 

１）～３）の共通事項 

ア）[政策的要請への機動的対応と萌芽的課題の発掘] 

 各分野における社会的政策的要請等に機動的に対

応するために、 新の技術開発動向の把握に努め、

重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、

発信を行うとともに、研究体制の構築等の必要な措

置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、

新規産業の創出に貢献する。 

イ）[研究活動の質的向上] 

 研究活動の質的向上を担保するため、以下の方策

をとるものとする。 

・外部意見を取り入れた研究ユニット評価と運営を行

うこと。 

・競争的研究環境を醸成すること。 

・優れた業績をあげた個人について積極的に評価する。 

ウ）[成果の発信] 

 研究所の概要、研究の計画、研究の成果等につい

て、印刷物、データベース、インターネットのホー

ムページ等の様々な形態により、広く国民に対して

分かりやすい情報の発信を行うものとする。研究活

動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等に

おいて、大きな波及効果を及ぼすことを目的として、

特許、論文発表を初めとし、研究所の特徴を 大限

に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信す

るものとする。 

エ）[産学官一体となった研究活動への貢献] 

 産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、

産学官の研究資源を 大限に活用できる体制の下で

の研究活動の展開へ貢献するものとする。 

４）【技術指導、成果の普及等】 

ア）[産業界との連携] 

 産業界等との役割分担を図りつつ研究開発活動を

推進するとともに、研究所で醸成された研究成果が、

産業界等で広く利活用されることを目指し、産業界

等と積極的に以下のような研究協力・連携を推進す

るものとする。 

・日本全国に配置された研究拠点を活用して、広く研

究開発ニーズや産学官の連携に対するニーズの発掘、

収集に努めるとともに、ベンチャーも含めた産業界

への技術移転等に努めること。 

・技術相談等に的確に対応するとともに、これに伴う

新たな展開として共同研究への発展を図る等、積極

的に技術移転に努めること。特に外部ニーズに積極

的に対応するために、受託研究制度を抜本的に見直

し、研究受託件数の大幅な増加に努めること。 

・産業界を支える人材の育成と産業技術力向上への貢

献を目指し、企業等研修生、共同研究等に伴う共同

研究者等を積極的に受け入れること。 

イ）[大学への協力] 

 大学への協力として連携大学院制度等への積極的

な協力を行うものとする。 

・将来の産業界を支える人材の育成への貢献を目的と

して、学生の受け入れ、連携大学院制度への積極的

な参画をすること。 

ウ）[知的貢献] 

 学界、産業界への知的貢献として、内部研究人

材・研究ポテンシャルを外部へ提供・活用するもの

とする。 

・研究所の人的ポテンシャルの提供を積極的に進め、

大学、大学院等の高等教育機関、学会、委員会、民

間企業等へ、職員を派遣すること。 

エ）[政策立案等への貢献] 

 産業技術に係る政策立案への貢献を積極的に推進

するものとする。 

・産業技術に係る研究所の持てる研究ポテンシャルを

結集して、経済産業省、総合科学技術会議等におけ

る産業技術に関する政策立案に技術的側面から貢献

すること。 

オ）[標準化・規格化等、知的基盤への貢献] 

 国内外から要請の高い各種の標準化、規格化等、

知的基盤構築に対して積極的に貢献するものとする。 

・計量標準、工業標準、化学物質標準、地質図等、知

的基盤の整備に貢献すること。 

・国内外での標準化を目的とした技術開発を実施し、

また標準の策定を支援する体制を整備すること。 

・アジア諸国との標準化協力関係を構築すること。 

カ）[国際活動] 

 科学技術に関する国際的な研究展開、成果の国際
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普及、途上国技術支援を行うものとする。 

・国際協力、国際貢献の観点から、国際協力プロジェ

クトの発掘・実施を積極的に進める等、国際的な研

究展開を行うとともに、国際シンポジウムを開催し

研究成果の公開普及、研究者の交流を図ること。 

・発展途上国への技術協力・技術支援の観点から、国

際協力プロジェクト等へ参画し、海外研修生の受入

れ等を積極的に推進すること。 

５）【情報の公開】 

 公正で民主的な法人運営を実現し、法人に対する

国民の信頼を確保するという観点から、情報の公開

に適正に対応するものとする。 

６）【その他の業務】 

［特許生物の寄託業務］ 

・特許にかかる寄託制度の運営に関わることによる産

業界への貢献を目的に、特許庁委託による生物株の

寄託・分譲の業務を適切かつ円滑に遂行するものと

する。 

 ［独立行政法人製品評価技術基盤機構との共同事

業］ 

・標準化関係業務等に関する共同事業を行うものとす

る。 

４．財務内容の改善に関する事項 

１）運営費交付金を充当して行う事業については、

「２．業務運営の効率化に関する事項」で定めた事

項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該

予算による運営を行う。 

２）積極的に外部資金の増加に努め、総予算に対する

固定的経費の割合の縮減等の経営努力を行う。 

・自己収入の増加 

外部資金、特許実施料等、自己収入の増加に努める

ものとする。 

・固定的経費の割合の縮減 

大型機器の共通化、管理業務等の合理化を図り、固

定的経費の割合を縮減するものとする。 

５．その他業務運営に関する重要な事項 

１）業務の実施に必要な施設・設備の適切な整備に努

めるものとする。 

２）管理業務に関わる支出額（人件費）の総事業費に

対する割合を抑制するものとする。 

 

別表１ 鉱工業の科学技術 

 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を

科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等

に基づき重点化することとし、学界活動を先導して科学

技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・

実施に貢献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生

活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、

また、科学技術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間

ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔

軟に見直すよう努めるものとする。併せて、新たな産業

技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目

指し、経済産業省、総合科学技術会議等における産業技

術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 

(1) 社会ニーズへの対応 

１．高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現 

１－１．バイオテクノロジー分野 

 高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現及びバイオテクノロジー分野における産業創成をめ

ざして、ポストゲノム時代におけるゲノム情報の応用、

生命機能の理解とその人間生活向上への利活用、高度

な情報処理機構を利用した脳科学・細胞生物学、環境

計測・浄化・保全や廃棄物処理等のバイオテクノロジ

ー技術及びこれらに共通的な技術課題について重点的

に取り組むこととし、以下の研究開発を推進するもの

とする。 

① ゲノム情報利活用技術及び有用蛋白質機能解析 

・ゲノム情報に基づく生物情報の取得・解析・整理統

合化に関して、発現頻度情報の取得とデータベース

の作成を行う。また、 高レベルの構造解析システ

ム及びモデリング技術を開発する。 

・物質転換プロセスに役立つ遺伝子の抽出と利用技術、

生体分子の観測に役立つ基盤技術を開発する。 

② 有用生物遺伝子資源探索と機能性生体分子創製・

利用 

・核酸及び蛋白質の構造・機能を解析し、革新的な機

能遺伝子の創製及び改良のための基盤技術を開発す

る。 

・複合生物系、海洋生物、低温適応生物等からの有用

遺伝子、分子の探索、生物の環境への適応機構の解

析及びその解析・利用技術を開発する。また、細胞

操作のための新技術を開発する。 

・生物遺伝子資源を原料とした環境保全型材料の開発

のための基盤技術を開発する。また、生物機能を利

用した環境中の有害物質等のモニタリング及び除去

のための基盤技術を開発する。 

・遺伝子操作微生物の環境安全性を科学的に評価する

ために必要な基盤技術を開発する。 

③ 脳科学技術（脳機能解析・脳型コンピュータ） 

・脳機能を理解し、これを安心・安全で質の高い生活

の実現に向けて利用することを目的に、脳や知覚・

感覚器官の分子細胞レベルでの構造と仕組み、情報

処理機構を解明する。 

④ 分野融合的課題 

・バイオ分野と他分野の融合的な研究により、筋肉活

動等の修復を支援するために必要な神経細胞への電

子デバイスの直接接合技術及び人工筋肉の開発に必

要な基盤技術を開発する。 

１－２．医工学・福祉分野 
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 高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実現

のために、医工学・福祉分野では、生体機能代替技術、

医療診断・治療支援機器開発技術、福祉機器開発技術、

生体ストレス・人間特性計測応用技術、及びこれらに

共通的な技術課題について重点的に取り組むこととし、

以下の研究開発を推進するものとする。 

① 生体機能代替技術 

 臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いた代替組織・代替臓器の構築技

術及び長期間使用可能な人工臓器を開発するものと

する。 

・臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いて、代替組織・代替臓器として

機能する埋込み型細胞組織デバイスを開発する。 

・在宅医療を実現するために、長期間連続使用可能な

体内埋め込み型人工臓器を開発する。また、人工機

能代替材料の生体適合性の評価手法を確立する。 

② 医療診断・治療支援機器開発技術 

 診断・治療に伴う患者と医師の身体的負担を軽減

するために、無侵襲・低侵襲の診断機器及び治療支

援機器の開発に貢献するものとする。 

・手術に伴う患者の身体的負担を軽減するために、低

侵襲での診断と治療ができる画像誘導型の手術支援

システムを開発する。 

・医療診断における診断画像の取得の高速化・高精密

化のために、次世代型高次生体機能計測装置に必要

な基盤技術を開発する。 

③ 福祉機器開発技術 

 高齢者・障害者の活発な社会参加と自立を実現す

るために、高度情報技術及びメカトロニクス技術を

利用した新しい福祉機器を開発する。また、福祉用

具の人体適合性の評価手法を確立するものとする。 

・高齢者・障害者の社会参加を促し、介護者の負担を

軽減するために、日常生活を支援するリハビリ訓練

機器等の自立支援福祉機器を開発する。 

・適切な福祉機器の提供を行うために、高齢者・障害

者向け福祉機器・用具の人体適合性を的確に評価で

きる手法を開発する。 

④ 生体ストレス・人間特性計測応用技術 

 多様な生活者ニーズに対応したユニバーサルな製

品・環境を創出するため、生体ストレスの解明、人

間・生活特性の計測手法を開発するとともに、人間

特性データに基づく製品・環境の設計支援技術を確

立するものとする。 

・人間生活における様々なストレスの軽減を目指し、

環境ストレスが人間に及ぼす影響の解明に基づき、

環境ストレス物質等の計測手法を開発する。 

・多様な生活者ニーズに対応した生活環境を実現する

ために、生活行動特性の客観的な計測技術を開発し、

人間特性データベースを構築し、人間適合性の高い

製品・環境の設計支援技術を開発する。 

２．経済社会の新生の基礎となる高度情報化社会の実現 

 高性能化する情報通信環境を活用して、時間や場所

の制約を受けずに、必要とする情報・知識を誰もが自

由自在に創造、流通、共有できる高度な情報通信社会

の実現を目指して、ヒューマンインターフェース技術、

ネットワーク関連技術、高度コンピューティング技術、

情報化基盤技術の研究項目について、以下のような研

究開発を推進するものとする。 

① ヒューマンインターフェース技術 

 高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるように、

情報システムが人間の表現を読みとり人間に合わせ

る技術、知的な次世代個人通信システム技術等を開

発するものとする。 

・人々の様々な知的活動や作業を支援あるいは代行す

る情報システムを、生活支援、公共システム支援、

社会安全、産業強化の視点から開発して、産業・生

活両面において、人の行動・生活を支援する対人親

和性の高い知能システムの実現に貢献する。 

・個人の情報利用を支援し、情報弱者にも使いやすい

知的情報サービスシステムを提供する、位置と状況

に基づく次世代個人通信システムの実現を目的とし

て、位置情報を通信に用いたデバイスの研究を行い、

ネットワーク上での知的情報サービスシステムのプ

ロトタイプを開発する。 

② ネットワーク関連技術 

 ネットワークを用いて行政機関へのアクセス、高

度コンピュータシステムの利用、広く普及した計算

機資源の有効利用が安全かつ高速で実現される手法

を開発するものとする。 

・電子政府の実現と維持に必要なセキュリティ技術を

開発する。 

③ 高度コンピューティング技術 

 膨大な情報を高速に分析、処理、蓄積、検索する

ことができることを目的として、高度コンピューテ

ィング技術を開発するものとする。 

・大規模計算技術と情報数理理論を用いた、分子構造

予測、ゲノム配列解析、細胞シミュレーションなど

のバイオインフォマティクス研究を推進し、生命機

構に関する知識を計算機で詳細かつ高速に発見する

情報技術を開発する。 

・産業基盤に資する並列・分散環境での高性能計算機

システム利用技術を普及し、この分野の中核的研究

拠点となることを目的として、コンピューティング

技術と通信ネットワーク技術との融合を図った情報

インフラを構築し、世界的な標準化構築のための技

術を開発する。 

④ 情報化基盤技術 

 今後ますます増大する情報通信技術の高度化のニ

ーズに対応していくため、次世代半導体技術、デバ
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イス技術、ソフトウェア技術等の共通基盤技術を開

発するものとする。 

・強相関電子の概念を中核とした革新的な電子技術に

おける独創的成果を挙げることを目的として、強相

関電子系相制御技術、超格子物質・接合作製技術、

極限スピン計測技術、強相関デバイスプロセス要素

技術、強相関フォトニクス物質、量子位相制御理論、

などの強相関電子技術の基礎を確立する。 

・2010年以降の超高速・大容量情報通信環境を実現す

るために必要な超高集積・低消費電力集積回路技術

の基盤を確立する。 

・情報通信における一層の多様化を実現するため、情

報処理ハードウェアの飛躍的な多機能化・システム

化を可能にする要素技術を確立する。 

・大容量・高速記憶装置技術の新たな応用の開拓と新

規産業の創出を目的として、光による情報記録を波

長の数分の1程度の微細領域で可能とする技術を確

立する。 

・情報技術を人類社会の持つ多様性に対応可能にする

ことを目的として、公共性と中立性の高いソフトウ

ェアを開発し、言語や文化の多様性や、ソフトウェ

アの利用形態や開発体制の多様性に対応できる情報

処理技術を確立する。 

３．環境と調和した経済社会システムの構築 

 環境の保全と経済社会活動とが調和した持続的な循

環型経済社会システムの構築に向けて、化学物質安全

管理技術、資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型

材料開発を含む）、オゾン層破壊・地球温暖化対策技

術、ライフサイクルアセスメント技術、グリーンケミ

ストリー技術（低環境負荷型化学プロセス技術）、及

びこれらに共通的な技術課題について重点的に取り組

むこととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

① 化学物質安全管理技術 

 製造過程や製品、廃棄物等に含まれ、人間や環境

に悪影響を及ぼす化学物質のリスクを極小化・管理

する経済社会を実現するものとする。 

・化学物質の安全性の評価・管理に係る技術基盤の整

備・確立を目的として、環境汚染物質に係る排出・

移動登録（PRTR）対象物質を10程度にグループ化

し、各グループについて、化学物質の有害性の定量

的評価技術、化学物質の曝露評価のための要素技術、

及び地圏汚染評価のための地盤調査法とリスク解析

手法を開発する。また、生態リスク評価手法を開発

する。 

・火薬類の新しい規制技術基準を構築するための基盤

を確立する。 

・化学物質の適正管理に係る技術基盤の整備・確立を

目的として、コンパクトで簡便な分析システムのた

めの要素技術を開発する。 

② 資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料開

発を含む） 

 金属資源や有機系資源の有効利用と廃棄物の減量

化、並びに低環境負荷型材料開発による資源循環型

の経済社会を実現するものとする。 

・廃棄物・副産物の原材料化とエネルギーとしての再

生利用を目的として、製品粉砕粒子を対象としたカ

ラム型風力選別機による乾式選別及び微小脈動流を

利用した湿式比重選別の要素技術を開発する。 

・プラスチックスのリサイクル性と環境適合性を高め

る目的で、熱硬化性樹脂等のリサイクルが困難なプ

ラスチック廃棄物のモノマーリサイクル技術を開発

する。 

③ オゾン層破壊・地球温暖化対策技術 

 フッ素系化合物によるオゾン層の破壊と二酸化炭

素等による地球温暖化を抑制する経済社会を実現す

るものとする。 

・温室効果ガス排出の 小化を目的として、フッ素系

温室効果ガスの代替物の開発指標を確立する。 

・二酸化炭素の貯留・固定を目的として、二酸化炭素

と海水との相互作用の評価技術、海洋隔離による局

所的な環境影響評価技術、海洋環境の将来予測手法、

及び海洋／大気／植生間の二酸化炭素交換量および

化石燃料消費による放出量の地域分布の評価手法を

開発する。 

・二酸化炭素等の低反応性小分子の固定化・有効利用

を目的として、光触媒による新規な固定化技術、炭

化水素の脱水素反応との組み合わせによる有効利用

技術を開発する。 

④ 環境負荷評価技術 

 製品の製造、輸送、廃棄等ライフサイクル全体で

の環境負荷の低減を図る経済社会を実現するものと

する。 

・ライフサイクルアセスメントによる製品や製造プロ

セス等の 適化を目的として、国際標準準拠型及び

製品設計のためのソフトウェアを開発する。 

⑤ 低環境負荷型化学プロセス技術 

 環境負荷の大きい原材料、製品、あるいは製造プ

ロセスを代替する化学技術による持続可能な経済社

会を実現するものとする。 

・製造過程で酸塩化物やホスゲン等のハロゲン化合物

を用いないファインケミカルスや高分子の合成法を

開発する。 

・水素や過酸化水素等の製造、輸送プロセスのグリー

ン化を目的として、水素透過金属膜、ゼオライト系

等の二元機能触媒、及び金属担持薄膜触媒を用いる

反応プロセスを開発する。 

４．エネルギー・資源の安定供給確保 

 経済性と供給安定性を考慮した環境調和型エネルギ

ー・資源供給構造の構築という社会的要請に対応する

ため、電力技術、省エネルギー技術、新エネルギー技
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術、資源技術等及びこれらに共通的な技術課題につい

て重点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進

するものとする。 

① 電力技術 

 国際的に遜色のない低廉な電力供給の実現、エネ

ルギーセキュリティ確保及び地球環境問題への対応

という社会的要請に応えるため、その一翼を担うべ

く、革新的電力デバイスと電力ネットワークの基盤

技術の開発、超電導技術による高効率電力輸送技術

の基盤技術を開発するものとする。 

・革新的電力デバイスと電力ネットワークの基盤技術

を開発する。 

・超電導技術による高効率電力輸送技術の基盤技術を

開発する。 

② 省エネルギー技術 

 CO2排出削減と省エネルギー型社会の実現に貢献

するために、エネルギー高効率利用技術、動力等へ

の変換合理化利用技術、エネルギー回収・蓄エネル

ギー技術、省エネルギーネットワーク技術に関する

研究開発を行うものとする。 

・ガスタービン発電システムの直接的な燃料となるク

リーンコール製造技術、作動ガス循環型動力システ

ムにおける燃焼制御技術を開発する。 

・省エネルギー化の基盤技術確立に資するために、高

出力密度電源の開発、二次電池のための新規材料開

発、省エネルギーネットワーク技術の設計・評価法

を確立する。 

③ 新エネルギー技術 

 エネルギー安定供給と環境負荷の低減という社会

的要請の同時解決を図るため、化石燃料の環境調和

利用を図りつつ、環境負荷を小さくするクリーンエ

ネルギーの基盤技術を開発するものとする。 

・太陽光発電の大量導入に向けて、高性能低価格の太

陽電池技術、及び太陽光発電システム・評価技術を

開発する。 

・燃料電池の高効率化技術、適用性拡大技術、燃料多

様化技術などを開発する。 

・風力タービンの安定出力を保証するための基盤技術、

クリーン燃料製造のための基盤技術を開発する。 

・太陽光を利用した革新的新エネルギー技術の基盤技

術を開発する。 

④ 資源技術 

 地下資源の探査手法、国土の地下資源量評価、資

源開発・利用に伴う安全・監視・環境に関する基盤

技術を開発するとともに、海外での資源開発研究協

力・技術協力に貢献するものとする。 

・地熱貯留層評価管理技術の開発と燃料資源、潜頭性

金属鉱床等のポテンシャル評価技術の開発を行う。 

・資源の開発・利用に係わる安全管理技術を開発する。 

・アジア地域において地熱資源と鉱物資源調査に関す

る資源開発研究協力を果たす。 

(2) 革新的・基盤的技術の涵養 

１．分野横断・革新的技術 

 ナノバイオテクノロジー、ナノデバイス、ナノ材料

など、各分野の研究開発の推進の基盤となる、分野横

断的なナノテクノロジー技術及び多分野にまたがる共

通基盤技術である光技術、計算科学、人間のモデル化

技術、計測分析技術について、先導的、先進的に研究

開発を進めるものとする。 

① ナノテクノロジー 

 ナノメートル制御材料、デバイス、システムの創

製技術、材料・機器のマクロ性能の飛躍的向上をは

かる技術を開発するものとする。 

・ナノ構造における新規物理現象の開拓を行い、ナノ

メートルスケールで従来の材料・デバイスとは異な

る構造・動作原理に基づくデバイス開発を行う。 

・ナノメートル・オーダーの計測技術としての走査プ

ローブ顕微鏡の分解能の高度化を行い、単一分子を

含めたナノ構造の計測のための評価技術を開発する

とともに、次世代半導体におけるプロセス診断技術

へ応用するための実用技術を開発する。 

・情報通信、化学、材料等の革新的・基盤的技術開発

として、ナノメーターオーダーのサイズにおいて機

能を発現する原子・分子集合体を創製する。 

② 光技術 

・情報、エネルギー、物質、生命等に関わる多様な物

理現象において本質的な役割を果たしている「光」

に対し、光の持つ可干渉性、超高速性、大容量性、

高輝度性等のポテンシャルの極限的追求とその利用

のための技術開発を行うことで、高度情報化社会、

安全で安心な社会、および持続可能社会の構築に貢

献する。また、誰でもが情報通信社会の恩恵を受け

られるようにするために、人に優しく使いやすいマ

ン・マシーン・インターフェース技術、およびもっ

とも身近で扱いやすい量子としての光の可能性を利

用するため、横断的な分野の研究者の融合および有

機的研究展開を目指すものとする。 

③ 計算科学 

 現象発現の仕組みがより複雑化し、物理的にもコ

スト的にも実験・実証が困難化している状況の打破

を目的として、構造と機能の解析・予測のシミュレ

ーションをコンピュータで行うことによる現代科学

技術の発展の基盤となる技術を開発するものとする。 

・化学反応シミュレーションで扱われる原子の数を、

大幅に増加することにより、現実の問題におけるよ

り広範囲な対象（不均一触媒、溶液反応など）を扱

えるようにすることを目的として、化学反応解析・

設計シミュレーション技術および反応経路予測技術

を開発する。 

・1ナノメータから100ナノメータのスケールにわたる
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ナノスケール材料（無機材料、高分子材料、生体高

分子材料、およびそれらからなる複合材料）の構造

の制御、発現される機能の解析を可能とするシミュ

レーション手法の開発を通して、ナノスケール系の

持つ特徴の系統的な研究を行い、複合系の機能予測

が可能なシミュレーション技術を開発する。 

④ 人間のモデル化技術 

・靴、衣服などが個人の体型によりよく適合するよう

にするために足、体型などを計測しそのモデルをコ

ンピュータ内に形成する。そのモデルが人の動きに

追従できる機能を付加するものとする。 

⑤ 計測・分析技術 

・産業技術分野に対して定量的理解と共通の尺度を提

供するため、計測分析技術の開発を行う。 

・次世代電気標準並びにエレクトロニクス産業の基盤

を支える計測技術を実現するため、超伝導およびそ

れに付随する量子現象を利用する電子計測デバイス

を開発する。 

・産業・科学技術の効率的な開発を分野横断的に支援

するため、化学物質スペクトルデータベースを拡充

する。また、物質・材料の熱物性データベースを整

備し、公開する。 

２．材料・化学プロセス技術 

 日本経済の持続的成長を維持するための市場創出に

つながる革新的技術の確立を目的として、ナノ物質・

材料技術、機能共生材料技術、特異反応場利用プロセ

ス技術、高信頼性材料システム技術及びこれらに共通

的な技術課題について重点的に取り組むこととし、以

下の研究開発を推進するものとする。 

① ナノ物質・材料技術 

 ナノメートルサイズの物質の構造制御を利用して、

超高速・大容量情報処理技術の基盤となる複合機能

原料や新炭素材料、持続的な経済社会発展の基盤と

なる精密制御高分子材料、軽量金属材料、先進構造

材料を開発するものとする。 

・超高速・大容量の情報処理・通信技術の基盤材料の

提供を目的として、半導体プロセスと整合性の良い

電子材料用液体原料や機能複合粉体原料の開発、室

温で作動する紫外線発光機能を持つダイヤモンド材

料の開発、及び新炭素材料の開発を行う。 

・炭素系材料によるナノスペースを利用した水素貯蔵、

ガス分離材料等の開発とその量産化のための基盤研

究を行う。また、超低摩耗機能を有する炭素系材料

によるトライボマテリアル・スーパーハードマテリ

アル等の創製を行う。 

・材料のリサイクル性向上に向けて、鋳造・加工プロ

セスにおいて結晶粒径を微細化し高強度な単純組成

軽量金属材料、及びリサイクルによる特性低下を生

じないリサイクル技術を開発する。また、金属材料

の耐食性向上を目的として高純度金属へのコーティ

ング技術を開発する。 

・環境浄化材料への適用、分離プロセスや触媒反応の

省資源・省エネルギー化を目的として、規則的に微

細空孔が配置された材料の創製、改良とその低エネ

ルギー製造プロセス技術を確立する。 

・高分子材料の性能・機能の飛躍的高度化を目指し、

高分子の任意かつ精密な構造制御を実現する重合反

応制御技術および高次構造制御技術を開発する。 

② 機能共生材料技術 

 材料の組織を原子・分子からナノ、ミクロ、マク

ロにわたり制御する技術を開発し、複数の機能が共

生した材料を創製することで、複合材料に変わる新

たな多機能材料のコンセプトを確立するものとする。 

・セラミックスの高次にわたる構造を制御するプロセ

ス技術を開発し、複数の機能が共生したセラミック

ス材料を創製するとともに、開発技術の産業技術と

しての有効性を実証する。 

③ 高信頼性材料システム技術 

 構造材料の信頼性向上、長寿命化を図るため、使

用環境下での損傷形成過程を支配する主要因子の定

量化を行うとともに、損傷位置の検出や損傷制御機

能を持つ修復材料、ならびに長寿命複合材料、低摩

擦摩耗材料を開発するものとする。 

・高温構造用セラミックス部材の信頼性向上をめざし

材料設計指針の確立に向けて、損傷形成過程を支配

する主要因子の定量化手法を開発する。 

・構造部材の信頼性向上を目的として、コンクリート、

橋梁用鉄骨、車体機体用金属材料等の損傷位置を精

度よく標定し損傷を抑制する材料を開発する。 

・構造材料の長寿命化を目的として、種々の使用環境

において高信頼性を保持できるセラミックス繊維強

化複合材料や、構造材料に高耐食性・高耐摩耗性を

付与する表面処理技術、低摩耗・超低摩擦炭素系材

料を開発する。 

④ 特異反応場利用プロセス技術 

 材料製造に関わる環境や、エネルギー、製造コス

ト等の制約要因を克服し、材料の国際的な競争力を

強化し新産業の創出に資するために、特異な反応場

を利用した新たな材料製造プロセス技術を開発する

ものとする。 

・高性能センサー材料等への応用が期待されるものの

製造が困難な高品質結晶材料を、微小重力環境を利

用して容易に製造できる技術を開発する。 

・セラミックス製造工程におけるエネルギーや資源の

消費量削減を目指し、電磁波等の効率的利用により

選択的なエネルギー投入を行う焼結・反応プロセス

技術や、生体組織の形成メカニズムを模倣した3次

元的規則構造形成プロセス技術を確立する。 

・環境負荷の少ない化学合成プロセス技術の確立を目

的として、超臨界流体を利用した新規物質の創製・



資 料 

(848) 

利用技術を開発するとともに、高温･高圧制御とそ

の場計測技術の開発により化学プロセス技術の基盤

を整備する。 

３．機械・製造技術 

 経済社会の持続的発展を支えるための技術の緻密化

と融合化による産業競争力の強化とともに、環境と調

和した経済社会における資源の円滑な循環、高度情報

通信社会及び高齢化社会、少子化社会への対応のため

に、ものづくり支援技術、マイクロナノ加工組立製造

技術、循環型生産システム技術、信頼性工学技術（安

全対応技術）及びこれらに共通的な技術課題について

重点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進す

るものとする。 

① ものづくり支援技術 

 ものづくり産業の競争力強化と新たな展開に貢献

することを目的に、加工やその設計における技能の

技術化を製造技術と情報通信技術の融合により実現

し、高信頼性、高精度な技術情報を、ものづくり現

場で利用可能なシステムとして開発するものとする。 

・中小製造業の技術者が必要とする加工データのセン

シング技術や加工データベースシステムの開発、加

工技能の分析・解明による加工デジタルモデルを、

利用目的に応じて的確・理解しやすい形式で提供す

る加工支援システムを開発する。 

・加工デジタルモデル情報を、ネットワークを通じて

ものづくり現場における有効利用を可能とするため

のシステム構築技術、様々なものづくり支援ソフト

ウエアシステムの柔軟・融合を可能にする設計製作

支援共通プラットフォームシステム技術を開発する。 

② マイクロナノ加工組立製造技術 

 情報通信、医療福祉分野等、様々な分野に適応し

た、高付加価値製造技術の基盤技術の確立を目的と

して、マイクロナノ加工技術を開発するとともに、

その基礎となる各種加工現象を解明するものとする。 

・マイクロ機械部品等を加工可能なマイクロファブリ

ケーション技術の提供を目的として、精密形状転写

加工のマイクロスケール解析評価技術、加工点付近

の微小領域での現象の解明、ナノトライボロジーの

解明、微細固体駆動素子技術等を高度化するととも

に、ダウンサイジングに適した工作原理を示し、高

精度な小型加工機構、IT 技術や医療技術のための

高集積機械システムを実現する。 

・ナノスケール極微細加工を種々の部材に対して可能

とするレーザー加工装置開発の要素技術である、レ

ーザーダイオードの高コヒーレンス化に不可欠な温

度安定化技術、超解像技術による微小加工技術の基

盤を構築する。 

・ナノスケールの構造により機能を発現する機能構造

体の創製を目的として、この構成要素となる均一で

汚染のないナノサイズの超微粒子の作製プロセス技

術、ナノスケールの機能付加加工技術の基盤を確立

する。 

・マイクロメートルオーダーの微細形状を持つ光学部

品等の成形過程において成形材料の硬化の過程の解

析技術と非接触計測技術を確立する。 

③ 環境負荷低減生産技術 

・機械とエネルギー・環境との調和を目的として、省

エネルギー、低エミッション生産技術を実現するた

めの製品ライフサイクル管理手法を確立するととも

に、エコマテリアル、エコトライボロジー技術を高

度化し、IT 技術との融合による循環型生産システ

ム技術の構築に貢献する。 

④ 信頼性工学技術（安全対応技術） 

・機械システムを構成する機械要素の破壊を事前に予

知し、システム全体の破壊を未然に防ぐ等、機械シ

ステムの信頼性・安全性の向上を目的として、機械

要素の高信頼性異常予知診断システム等を開発する

とともに、寿命･材料評価に関するデータベースの

構築や、破壊メカニズムの解明を行い、規格制定等

に貢献する。 

 

別表２ 地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く

人類の持続的発展に貢献するため、我が国の技術開発及

び科学研究に関する基本的な計画の要請に沿って、国土

の利用や資源開発・環境保全に必要不可欠な地質の調査

及びこれらに共通的な技術課題について重点的に取り組

むものとする。 

①【地質情報の組織化と体系的集積・発信】 

 日本の地質の調査研究を実施するとともに、地質

の調査に係わる探査・分析技術、情報解析技術、情

報提供技術の高度化を進める。それらの成果を地質

図・地球科学図及び各種のデータベース等の知的基

盤として整備し、社会に公表するものとする。 

［地質図・地球科学図の作成］ 

・国土の地質情報基盤である1/5万地質図幅及び1/20

万地質編さん図については、長期的な計画に基づい

て着実な整備を進め、それぞれ新たに30図幅と8図

幅を作成するとともに、特定観測地域の1/20万総括

図の調査を行う。 

・我が国周辺海域の1/20万海洋地質図については、北

海道東方海域の海洋地質調査を継続するとともに、

過去の調査成果を含めた14図を新たに作成する。 

・九州地域の重力基本図の整備を行い、全国6地域中4

地域の整備を完了するとともに、全国をカバーする

地球化学図を新規に作成する。 

・国内および周辺諸国における社会ニーズに対応した

各種主題図を作成し、大都市圏国土利用、都市防災、

資源安定供給等に必須な地球科学情報基盤の構築を

進める。 
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［情報の数値化・標準化・データベース整備］ 

・地質図、各種地球科学図の数値化を進め、社会から

の容易なアクセスと利便性の向上を図る。 

・地質の調査に係わる地球科学情報の高精度化と標準

化を進めるとともに、地質標本の整備を推進する。 

・地質の調査の調査研究成果、ならびに各種地球科学

情報、地質文献資料等の系統的収集・集積を行い、

データベースとして整備公表する。 

［地質情報の提供］ 

・地質の調査に係わる成果を、地質図類・報告書等の

出版、オンデマンド印刷及びウェブ情報発信により

提供するとともに、ウェブ総合情報検索システムを

構築する。これらをさらに普及させるため、地質関

連イベントへの参加、地質情報展の開催、地質標準

的試料・標本の頒布等の活動を行う。 

・地質の調査への理解を広げるため、地質の調査の成

果の効果的な普及に努めるとともに、国民・企業等

からの地質に関する相談に確実に対応する。 

［地質の調査のための基盤的基礎的研究］ 

・地質の調査に係わる研究手法・技術の高度化を進め

るとともに、新たな地球科学的理論・モデルを提出

する。 

②【深部地質環境の調査・研究】 

・地層処分システムの安全性評価に関する国の施策に

資すために、評価手法・基準に関する地質の知見・

データを整備し、評価モデルを構築するとともに、

地質特性長期変化のメカニズム等の技術資料の整備

を図る。また、地質環境図類の作成などによって深

部地質の情報を社会に提供する。 

③【地震・活断層及び火山の調査・研究】 

 地震・活断層及び火山の研究については、地震防

災対策特別措置法、大規模地震対策特別措置法、第

6次噴火予知計画等の法律および省庁横断的な研究

推進計画に基づいた研究項目を分担実施するものと

する。 

［地震・活断層］ 

・政府の地震調査研究推進本部によって決定された全

国主要98活断層の地震発生危険度調査を分担実施し、

地震発生確率評価を行うとともに、12活断層に関す

る調査報告書を出版し、活断層ストリップマップを

公表する。 

・地震前兆現象の把握に資する地下水等の変化観測シ

ステムの整備、観測・解析手法の高度化、地震発生

のモデル化と予測精度向上を図るとともに、強震動

評価のための地下構造探査を行い、それらの情報を

国・社会に提供する。 

・日本周辺海域における海域活断層の分布把握や活動

評価手法の開発等を進める。 

［火山］ 

・測地学審議会による活火山のうち、 も活動的な火

山である三宅島および岩手山の火山地質図を作成し、

合計13火山の整備を完了する。さらに、火山噴火予

知及び火山防災に資する研究を行い、火山地域地球

物理総合図、新たな火山科学図の作成手法を開発す

るとともに、火山関連情報のデータベース化を図る。 

④【緊急地質調査・研究】 

・地質調査分野における社会的要請等への機動的な対

応に努めるとともに、地震、火山噴火を初めとする

地質災害発生時には緊急の調査・研究を実施し、必

要な関連情報の発信を行う。 

⑤【国際地質協力・研究】 

・地質の調査業務として実施すべき国際共同研究・国

際プロジェクトについて、国の基本施策に基づきそ

の長期戦略や実施内容等を策定するとともに、国際

的に我が国のプレゼンスの維持向上が達成されるよ

う、地質の調査に関する我が国を代表する責務を果

たす。 

・海外、特にアジア太平洋地域の地下資源全般、地球

規模環境問題及び沿岸域の持続的開発に関する研究

協力・技術移転を進めるとともに、資源情報・地質

環境情報の収集整備を行うとともに、地質情報の信

頼性の向上と国際標準化の推進を実施し、知的基盤

整備を行う。 

 

別表３ 計量の標準（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保する

ため、各種の試験、検査、分析結果の国際同等性を証明

する技術的根拠や技術開発・産業化の基盤である計量の

標準を整備するとともに、計量法施行業務の適確な実施

を確保するものとする。 

① 国家計量標準の開発・維持・供給 

 経済構造の変革と創造のための行動計画（閣議決

定、2000.12）、科学技術基本計画について、知的

基盤整備特別委員会中間報告（産業技術審議会・日

本工業標準調査会合同会議1999.12）の目標・方針

に基づいて計量標準（標準物質を含む。）の開発・

維持・供給を行い、また国際基準に適合した計量標

準の供給体制を構築して運営するものとする。 

・平成16年度までに既存の計量標準について140種類

の維持・供給を継続するとともに、我が国経済及び

産業の発展並びに計量法に基づく計量証明事業の信

頼性の確保に必要とされる新たな計量標準について

155種類の開発に着手し、既着手分と合わせて269種

類の開発を進め、そのうち158種類の供給を開始す

る。 

・計量標準の供給に関連する部署に、国際基準に適合

した管理に係る品質システムを構築して運営し、ま

た設定した151種類の計量標準に対して技術に係る

品質システムを構築して運営する。 

・メートル条約のもと国家計量標準と国家計量標準機
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関が発行する校正証明書に関する相互承認協定（グ

ローバル MRA）の枠組みの中で、基幹比較、補完

比較、多国間比較、二国間比較など110件の国際比

較に参加し、それらのうちから107種類の計量標準

に関して国際相互承認（暫定承認を含む。）を行う。 

・計量法に基づく校正事業者認定制度の円滑な運用の

ため、高精度の校正サービスを行う校正事業者の認

定に係る技術審査を行う。 

・計量法認定計量管理事業者制度に基づく極微量物質

の分析を行う事業者の認定に係る技術審査を行う。 

・計量標準の供給分野を拡大するため、物質・材料に

関する標準データを取得し、産業界・学界に広く提

供する。 

② 特定計量器の基準適合性評価 

 計量法に基づき経済産業大臣から産業技術総合研

究所に委任された法定計量業務を適切に遂行すると

ともに、経済産業省に対して法定計量システムの企

画・立案の支援を行うものとする。 

・我が国の法定計量システムの国際整合化を進めるた

め、特定計量器の技術基準を国際基準に整合させる

とともに、型式承認試験の国際比較に参加し国際相

互承認を進める。 

・法定計量システムの国際整合化を進めるため、法定

計量の実施に関連する部署に国際基準（ISO/IEC 
17025）に適合した管理・運営体制を構築して運営

する。 

・計量法技術基準の整理・統合を進めて、法定計量シ

ステムの運用の合理化を図るため、特定計量器に係

る任意規格（工業規格）の原案を作成する。 

③ 次世代計量標準の開発 

 次世代の計量標準を世界に先駆けて開発し、国際

計量システムの構築において我が国の優位性を発揮

するために、計量標準に関する先導的な技術開発を

行うものとする。 

④ 国際計量システムの構築 

 計量標準、法定計量等に関連する国際活動に主導

的に参画して、我が国の技術を反映した計量システ

ムを諸外国に積極的に普及するとともに、メートル

条約と国際法定計量機関を設立する条約（以下、国

際法定計量条約と略す。）のもとメンバー国と協調

して国際計量システムの発展に努めるものとする。 

・アジアを中心とした開発途上国への技術協力として、

相手国の計量システムの確立と向上のために技術支

援を行う。 

・メートル条約のもと国際度量衡委員会（CIPM）の

活動やアジア太平洋計量計画（APMP）の活動に積

極的に参画する。特に APMP では議長国と事務局

の役割を引き続き果たすとともに、国際比較では幹

事国を積極的に引き受ける。 

・国際法定計量条約のもと国際法定計量機関

（OIML）の活動やアジア太平洋法定計量フォーラ

ム（APLMF）の活動に積極的に参画し、APLMF
では議長国と事務局を引き受ける。 

⑤ 計量の教習と人材の育成 

 計量に関する国内外の人材育成を通じて、我が国

及びアジアを中心とした開発途上国の国家計量シス

テムの発展を支援するものとする。 

・計量法に基づき計量士の資格取得希望者並びに計量

公務員に対して、法定計量の技術と法規に関する教

習を行う。 

・高度の計量技術をもった民間の人材を育成するため、

校正事業者、環境計量証明事業者に係る技術研修を

行い、また専門技術書の作成を行う。 

・校正事業者、計量証明事業者に対する適合性評価を

行うための審査員研修を行う。 

・アジアを中心とした開発途上国の技術者に対して、

法定計量と計量標準に関する技術研修を企画・実施

する。 
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５．中期計画 

 独立行政法人通則法第31条第1項に基づき、独立行政

法人産業技術総合研究所の平成15年度の事業運営に関す

る計画（以下、年度計画）を次のように定める。 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するために取

るべき措置  

１）【組織運営】 

・研究ユニットに加えて、各管理・関連部門において

も責任体制を明確にした組織運営を行う。 

・引き続き、分野別研究ユニット長会議、若手研究者

との懇談等の機会を設置し、研究所の隅々。 

・引き続き、東京及び、つくばの2本部体制の機能を

活かしつつ、より緊密な連絡を可能とするためのシ

ステムを構築する。また、地域経済局との連携を強

化しながら、地域拠点を核とする産学官連携のさら

なる発展を図る。 

・引き続き、つくばに集中させた研究関連・管理部門

が有機的連携の下、効果的に研究実施部門の運営の

支援が行えるよう、研究管理・関連部門内の業務効

率化推進体制の強化を図る。 

・一方、地域センターの研究関連・管理業務について、

平成14年度に実施した地域センターの業務効率化調

査の結果を踏まえ、業務フロー等の改善を行う。 

・また、研究関連・管理業務のアウトソーシングの可

能性調査の結果を踏まえ、その実効性について精査

した上で、必要な改善を速やかに行う。 

・引き続きスペース課金制度の適切な運用に努める。

また、返却されたスペース等については、適切な施

設維持に努める。さらに、研究ユニットの集約化、

新棟のスペースの有効活用の推進。 

・平成14年度に立案した大型設備、高額な機器等の有

効活用を促進する研究支援プロジェクト、具体的に

は動物飼育および電子顕微鏡について有効活用を図

る。 

２）【戦略的企画】 

・引き続き、企画本部に企画調整機能を置き、研究所

全体の経営戦略案等の策定を進める。 

・研究戦略については研究コーディネータの充実によ

り、より俯瞰的な戦略の立案を図る。 

・外部との連携、内外産業技術情報の収集に加え、社

会科学系調査への取り組みも加えシンクタンク化を

推進する。 

・ニュースレターの発行により調査結果（経過）の迅

速・効果的な発信を図る。 

・第2種基礎研究の浸透を図り、その成果の積極的な

発信を推進する。 

・引き続き、技術政策・研究開発動向調査を行い、

新の科学技術情報を提供する。 

３）【機動的研究組織】 

・研究ユニットの見直しと新たなニーズにこたえるた

めの設立基準に基づいた新ユニット設立等、研究ユ

ニットの改廃を実施する。特に2年目を迎えた研究

ラボについては産総研で定めた存続審査を実施する。

また、3年目の研究センターについては、その中間

評価に基づき、研究体制の検討を行う。さらに各分

野の研究戦略に基づき、それを実現するための研究

ユニット体制の見直しを図る。 

４）【研究の連携・協力】 

・企画本部と研究コーディネータとの協力によって分

野別戦略的重点研究テーマ、融合研究テーマを設定

して実施し、本格研究の推進を図る。 

・産学官の連携の更なる強化を図るため、ベンチャー

開発戦略研究センタービジネスクリエータとも連携

し、産学官連携コーディネータ活動を充実させる。 

・他省庁研究機関等との連携強化のため、国立研究機

関長協議会、筑波研究学園都市研究機関等連絡協議

会等との連携を一層充実させる。 

・中小企業者等に対する利便性の向上、他機関との連

携の強化を目指し、都心部にある既存施設を利用し

た産学官連携センターのサテライト機能の強化を行

う。 

・引き続き、分野別連絡会等により内部連携を促進す

るとともに連携研究体、研究コンソーシアム等の制

度を活用し、連携研究体制の強化を行う。 

５）【評価と自己改革】 

・平成15年5月に運営諮問会議を行い、平成14年度の

実績、ベンチャー創出・実践などについて助言を得

る。また平成14年度でまとめた議長サマリーについ

て議論を行い、産総研の今後の運営方針に資する。 

・研究ユニット毎に、外部専門家からなるレビューボ

ード及び産総研内部評価者による研究ユニットの実

績評価を行う。また、研究ユニットのこれまでの実

績評価を踏まえた中間評価を実施する。 

・平成14年度の評価結果及び「産総研研究評価検討委

員会」での検討等を踏まえ、必要に応じ評価方法の

見直しを含めた、より適切な研究ユニットの評価方

法の検討を行う。 

・研究ユニット毎の評価は、評価方法の見直し結果に

沿って研究課題の目標、研究課題の進捗状況、研究

ユニットのマネージメント等について評価を実施す

る。その評価結果をもとに研究ユニット毎の研究内

容の改善等に反映させる。 

・研究費の配分にあたっては、上記評価結果とともに、

新規に立ち上げる研究ユニットも含め、研究の必要

性や、研究計画の妥当性を勘案して行う。 

・研究ユニットについては全て成果ヒアリングを実施

し、その評価に基づき、研究資源の配分、組織体制

の見直しを図る。特に2年目を向かえる研究ラボに

ついては、存続審査を厳正に行う。 

・研究ユニットの新設に応じスタートアップ評価を実
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施する。その結果を研究内容の改善等に反映させる。 

・引き続き、平成14年度に抽出した業務効率化課題の

改善を着実に遂行していくとともに、総括担当者会

議等から新たに提案される業務効率化課題を加え改

善していく。 

・また、民間企業等の業務効率化策の先進事例調査を

行い、産総研との比較検討の結果をもとに職員全員

の業務効率化に対する意識が高められるよう自己改

革のための能力開発研修を行う。 

・研究ユニットが推進する本格研究に関して、その評

価軸および成果の定義等について検討するとともに、

職員への周知を図る。 

６）【職員の意欲向上と能力啓発】 

・個人評価に関しては、当該制度に対する職員の意見

等の把握に努めるとともに、更なる制度の信頼性・

安定性を高めるため、適宜、制度のレビューを行い、

必要があれば制度の変更等を行う。 

・短期評価制度に係る評価及び業績手当査定について

は各ユニットに運用の裁量を委ねるが、制度の理念

を逸脱していないかどうかについて運用の実態を適

宜モニターする。第2種基礎研究、本格研究への取

組について、その取組への職員の意識向上を図るた

めの個人評価方法について検討する。 

・長期評価に関しては、人事評価委員会において、実

質的で厳格な審査ができるよう適切な運営を図る。

また、不服申立についても適切な対応を図る。 

・短期評価について、アンケート等を通じて運用の実

態をモニターし、適正な運用に努める。 

・平成14年度の研修内容をレビューし、研修プログラ

ムの拡充・充実を図る。特に研究職員向け専門研修

の充実を図る。 

・本格研究の浸透を図り、かつ推進するために、研究

ユニットのポリシーおよびマネージメントを整備し、

職員への周知を図る。 

７）【研究員の流動性の確保】 

・研究職員の新規採用については、引き続き若手育成

型任期付研究員を中心とし、研究員の流動性の確保

に努める。また国内外の優れた研究員の招へいによ

って研究活動をより活発化させる。採用にあたって

は広く国内外への公募に努めるとともに、透明性の

ある厳正な審査を実施し優秀な人材を効率的に確保

する。博士研究員については、外部の制度および産

総研特別研究員制度のもと、引き続き博士研究員の

受け入れ拡大を図る。 

・研究現場において必要な人材の資質と人数に関する

ニーズを把握するとともに、諸制度を通じて研究職

員の産総研内部における流動性を確保し、自立的、

機動的な組織設計を更に推進する。 

・長期評価制度や任期付き職員のパーマネント化審査

による人材配置を通じて、研究員個人に蓄積された

キャリアや適性、能力に応じて、組織のなかで、個

人が も能力を発揮できる多様なキャリアパスを実

現し、効果的、効率的組織運営を可能とする。 

・研究関連・管理部門等においては、技術情報の収集

解析や、産学官連携、成果普及、国際連携等、より

高度化した業務に対応するために、研究キャリアの

豊富な専門的人材を配置する。 

８）【業務の情報化の推進】 

・イントラ及び各基幹業務システムについては、ユー

ザ意見・要望等を取り入れてより使い易いシステム

への改善と、基幹業務システム間の連携・調整を図

る。 

・引き続き電子決済システムの統一化に向けた検討を

行い、電子決裁や電子認証による業務効率化をさら

に推進する。 

・情報セキュリティポリシーに基き、職員などに対す

る啓蒙、研修を行うと共に、国際標準レベルの情報

セキュリティの実施を目指す。 

・情報システムの長期的な可用性、信頼性、安全性、

拡張性の確保を目指した管理・運用の実施体制を充

実させる。 

・所内にオープンソースソフトウェアによる業務クラ

イアントシステムを導入し検証する。職員の PC に

LinuxOS を導入、環境を構築、業務への適用を実

証する。 

・購入雑誌の利便性向上のため、オンラインジャーナ

ル化を推進するとともに、Web 上で利用し易い環

境を設定する。また、講習会の開催を通し、利用者

が検索方法や各種機能に習熟する機会を設定する。 

・蔵書検索の迅速化・効率化を進めるとともに、閲覧

サービスの向上に努める。 

・共通洋雑誌に加え、継続叢書類等の調査を行い、購

入図書の見直しを図る。 

９）【外部能力の活用】 

・引き続き、平成14年度に行った外部委託を継続して

行うとともに、外部能力の活用が効率的と考えられ

る業務について積極的に追加していく。 

・また、研究関連・管理部門の業務の外部委託の可能

性調査の結果を踏まえ、その実効性について精査し

た上で、必要な改善を速やかに行う。 

・引き続き産総研イノベーションズへの委託を実施し、

技術移転に取り組み、国内企業、外国企業のニーズ

を収集すると共に、侵害発見、企業との交渉を促進

させる。 

10）【省エネルギーの推進】 

・研究の遂行を適切に実施しつつも地球環境への配慮

も行う観点から、光熱水量費の更なる抑制を図るた

め、新たにテーマ毎の研究予算から直接電気料を差

し引くシステムを構築・運用する。これにより、研

究者の節電意識の一層の向上を図る。 
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11）【環境影響への配慮】 

・国際環境規格 ISO14001適合の産総研第3番目の拠

点として四国センターの審査登録を目指す。新たに、

地域センター1拠点で EMS（環境管理システム）

の策定を行い審査準備を行う。さらに、つくばセン

ターの EMS 策定を開始し、産総研全体の審査登録

計画の再検討を行う。 

12）【事業運営全体の効率化】 

・１）から11）のような取り組みを通じ、運営費交付

金を充当して行う業務については、業務の効率化を

進め、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した

上で、前年度比1%の業務の効率化に努める。 

 

２．国民に対して提供すべきサービスその他の業務の質

の向上を達成するため取るべき措置 

 研究所のミッションの遂行を通して我が国経済の発

展、国民生活の向上に寄与するため、産業界、学界等

との役割分担を図りつつ、将来の我が国の技術シーズ

の開拓、共通基盤的技術の開発等を始めとした公的機

関に期待される各研究開発課題を着実に達成するため、

中期計画を年度展開する。平成15年度の研究計画を下

記１）から３）に示す。この際、新たな科学技術のブ

レークスルーの実現を通した新産業の創出や社会ニー

ズへの対応、および公的機関としての中立性、公正性、

信頼性を背景とした知的基盤の整備とともに、産業界、

学界等に大きなインパクトを与える成果を積極的に発

信する。 

１）【鉱工業の科学技術】《別表１》 

２）【地質の調査】《別表２》 

３）【計量の標準】《別表３》 

１）～３）の共通事項 

ア）［政策的要請への機動的対応と萌芽的課題の発掘］ 

・技術政策策定・実施に係わる要請や新たな研究課題

発掘へ向け、技術政策・研究開発動向の調査と結果

の発信を推進する。 

・社会的、政策的要請によって新たに実施する課題に

ついては、研究体制、支援体制について検討し、そ

の実施に向けて機動的に対応する。 

・引き続き、委託研究については、産総研の研究ポテ

ンシャルを活用し積極的に受託に努める。 

・引き続き、公募型の研究課題に積極的に応募する。

募集情報の収集・提供に努めるとともに、内部予算

による予備的な研究制度の充実を図る。 

イ）［研究活動の質的向上］ 

・研究ユニット毎に外部専門家等を含めたレビューボ

ード及び産総研内部評価者による成果ヒアリングに

よる評価を行う。評価結果を踏まえ次年度の研究資

源の配分、研究内容の改善等に反映させる。また、

評価結果は公表する。 

・内部グラント、本格研究を実現するための制度、ベ

ンチャー創出、特許獲得、民間からの受託研究、共

同研究等を促進するための制度を新設、拡充し、競

争的環境を提供する。 

・引き続きフェロー制度を活用するとともに、優れた

業績（受賞）を挙げたものに対して個人の業績評価

に反映させる。 

ウ）［成果の発信］ 

・産総研の研究成果に加えて、主な行事などを、トピ

ックス、お知らせ等の 新記事として掲載する。 

・繰り返しアクセスされる魅力あるホームページを目

ざし、インパクトあるイラスト・写真を掲載すると

ともに、トップページの配置や構成などの見直しを

3ヶ月に1度行う。 

・研究成果発表データベースについては、インパクト

ファクターなど、研究者が引用・アクセスの容易な

システムへと改善する。また、外部ユーザおよび所

内各部門が容易に使用できるよう、検索の利便性を

高める。 

・平成14年度作成した研究者データベースのデータ更

新の自動化を行う。すなわち、産学官システム、研

究成果発表データベース、知的財産権システムなど

で個別に更新されているデータを一定期間毎に取得

することにより、連携して検索できるシステムとし

て完成させる。また、研究計画などを中心にデータ

ベース化の推進を図る。 

・プレス発表や取材への対応等による報道機関への発

信を通じて、研究所の社会的認知度を高める。見学

への対応や研究所公開、研究講演会等の開催により、

広く産業技術への関心を向上させるよう努める。こ

のため、研究成果をより分りやすく、かつ広く発信

するため研究成果物の展示品やビデオ、DVD 等の

充実を行うとともに、広報活動の効果を念頭に置い

た効率的な活用を図る。 

・産総研の様々な研究成果の普及・活用をはかるため

に、産総研ホームページの主たる掲載記事を収集し

たメールマガジンを発行し、登録ユーザー（所内

外）に2週間に1回配布・紹介する。 

・産学官連携の機会の増大を目ざし、ホームページの

更新をメールマガジンに掲載して外部ユーザとの接

点を密にする。 

・特許出願を戦略的かつ積極的に行うため、引き続き

研究予算支援、種々の研修会等の実施、出願戦略委

員会の開催を行う。また、前年度導入した特許情報

サービスの啓蒙活動により利用の拡大を図るととも

に、引き続き研究者に対し先行（周辺）特許調査結

果のフィードバックを行うなど、研究ユニットにお

ける特許戦略を考慮した研究開発のための支援を行

う。 

・引き続き特許の実用的価値を高め、産業界等で有効

に活用されるよう、戦略的かつ適切な権利取得、質
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的向上のために組織的に対応するとともに、先の出

願から1年以内の追加研究や試作品作製等に基づく

国内優先権主張出願を推進し、実施化に結びつく骨

太特許出願の創出に努める。 

・論文の発表、インパクトファクター（IF）等につ

いては、平成16年度における研究所全体の年間発表

総数として5000報、及びインパクトファクター

（IF）上位2000報の IF 総数（IF×論文数の合計）

で5000以上という中期計画の指標を達成すべく、発

表件数、IF 値等の推移を随時把握するとともに、

その着実な増加を図り、必要に応じて支援を行う。 

・研究情報公開データベース（RIO-DB）の逐次更新

とシステム環境の改善を進め、インターネットを媒

介として、国内外に公開する。 

・情報化社会の発展に資する公共性の高いプログラム

及びその改良版の頒布・公開を進める。 

・地質の調査については冠山・五條・青森西部・北川

を始めとする25地域の調査を継続し、須原・身延な

ど6地域の地質図幅を完成する。 

・計画見直しにより、第一期中期期間末までに新たに

200種類の供給を開始することを目標としている。

これをできるだけ早期に達成するため、今年度は物

理標準24種類以上、標準物質33種類以上、合計57種

類以上の新たな標準の供給開始を目指す。 

エ）［産学官一体となった研究活動への貢献］ 

・産学官連携コーディネータ、研究コーディネータが

協力して産業ニーズ、大学のシーズを把握し、産総

研も含めた産学官連携プロジェクトの企画、立案を

行うと共に、マッチングファンド制度を活用し、外

部資金確保に努める。 

・地域産学官連携センターにおいて、地域経済産業局

が推進する産業クラスター制度、文部科学省が推進

する知的クラスター制度に積極的に対応すると共に、

地域技術情報の収集・整備を行う。 

４）【技術指導、成果の普及等】 

ア）［産業界との連携］ 

・技術シーズと産業ニーズのマッチングを図るための

マッチングファンドを活用し、産業界との共同研究

等のより一層の拡大を目指す。 

・オープンスペースラボの竣工に併せて、運営・体制

等を整備し、「AIST ベンチャー企業」に対して支

援措置を実施する。ベンチャー支援ファクトリーの

施設・設備を活用して、ベンチャー企業、中小企業

の起業化・事業化の推進を図る。 

・引き続き成果普及部門を中心として、技術情報部門、

産学官連携部門、国際部門等と情報交換などを行い、

成果普及を推進する。 

・産総研特許の実施化の一層の促進を目指し、特許実

用化共同研究を拡大する。 

・産学官連携部門と TLO との連携によって、特許実

施による技術移転に積極的に取り組むとともに、米

国や欧州への技術移転のための体制をさらに整備を

する。 

・ベンチャー支援任用制度により、若干名の嘱託職員

を採用し、ベンチャーライセシング型共同研究につ

いては、10件程度の採択を行う。ベンチャー支援制

度により、「AIST ベンチャー企業」の認定と支援

措置を実施する。各地域センターに複数名のインキ

ュベーション・マネージャー（起業家支援業務に従

事する者）を配置するために職員を3ヶ月の研修に

参加させる。法務・経営・財務・金融・販路開拓・

特許の専門家との顧問契約の更新や新規契約を行い、

助言やコンサルタントの支援を行う。HP の内容を

充実し、内外への情報提供を強化する。 

・中小企業への技術支援を業務としている者を主たる

利用者と想定して、コンテンツを整備する。ものづ

くり中小企業の研究開発について技術的支援を一元

的にできるように整備を進める。 

・産学官連携コーディネータによる活動、マッチング

ファンドの活用により、平成15年度において1300件

以上の共同研究契約、受託研究契約等を締結する。

特に民間等からの資金提供の増加を推進するため、

連携研究体の設立や関連規程の整備等環境の充実を

図り、受託契約件数や資金提供付き共同研究契約件

数の増加に努める。 

・法人が持つ研究能力、研究設備、研究施設を活用し

て、企業からの研究者の受け入れ、学生への技術研

修等を実施し、文献や特許明細書等では得られない

ノウハウ等の技術を移転し、技術指導を実効あるも

のとする。 

イ）［大学への協力］ 

・連携大学院制度を有効に活用するために、連携大学

院生等の受け入れを促進させる。また、連携大学院

以外にも、組織として連携協力を支援する制度を確

立する。 

・産総研の人材ポテンシャルを活用して、併任教授、

非常勤講師等として、積極的に大学等の教育、研究

に協力する。 

ウ）［知的貢献］ 

・各種学協会活動への協力と各種委員会等への委員委

嘱を前年同様積極的に受ける。 

エ）［政策立案等への貢献］ 

・引き続き研究開発動向・技術政策動向調査をもとに、

経済産業省の政策立案に資する情報提供を行う。 

・欧米諸国における産業科学技術戦略・政策形成につ

いて関連情報の収集と分析を実施し、産業技術総合

研究所の戦略形成、経済産業省、総合科学技術会議

等における関連政策の支援を目指す。また、研究シ

ステムの改革のための政策分析、提言を行う。さら

に、スピンオフの育成（ベンチャー開発）、産学官
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連携、中小企業育成など技術ベースのベンチャー育

成に関わる問題の研究を事例研究、海外調査などを

通じて進め、日本的技術経営の理論化を目指すとと

もに、産業技術総合研究所の技術移転促進のための

支援、経済産業省、総合科学技術会議等における関

連政策の支援を目指す。 

オ）［標準化・規格化等、知的基盤への貢献］ 

・大規模（研究ユニットが10年程度の長期的・戦略的

計画に基づいて構築するデータベース。1000万円/

年程度）、地質（地質関係のデータベースで、その

構築を戦略的に行うもの。予算・期間は戦略的判

断）、小規模（比較的小規模なデータベース。3年程

度で見直し。200万円／年程度）の3つのカテゴリー

で募集を行い、特色有るデータベースを整備し、研

究情報公開データベース（RIO-DB）の一層の普及

を図る。 

・特に「大規模データベース」および「地質関連デー

タベース」については引き続き重点データベースと

して、研究過程で蓄積された成果のデータベース化

を促進する。 

・平成14年度に策定した「産総研・工業標準化戦略」

に基づいて、社会的ニーズや行政からの要請に対応

すべく、標準化すべきテーマを体系的に検討する。

特に、重点分野として定めたエネルギー・環境分野

の標準基盤研究を重点的に進める。ISO/TC159（人

間工学）等の国際標準化活動への積極的な参画を図

る。また、研究開発の成果を JIS、ISO 等の規格案

にとりまとめ、国内外の標準関連会議での提案等を

通じて積極的な規格化を図る。所内の標準化関係者

のデータベースやイントラネットでの活用を通じた

人材の一元管理を行いつつ、工業標準化のための体

制整備を図る。 

・近隣諸国をはじめとする関係諸国と標準化に関して

協力関係を構築し、ISO 等の国際標準化活動を円

滑化するため、工業標準専門家の招聘、派遣を企画、

調整、実施する。これにより、ISO 等の国際標準

の策定を目的とした人的ネットワーク形成を支援す

るとともに、国際会議出席報告書、海外調査報告書

を一元的に管理し、海外の標準化動向をとりまとめ

る。 

・アジア太平洋計量計画（APMP）事務局を継続する

とともに、議長の交代を円滑に行う。APMP ホー

ムページは技術指針等の充実や、オンライン業務で

の活用を図っていく。シンガポールで開催される19

回総会を支援し、その成功につくす。 

・アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）の事

務局では、定期刊行物、情報ブックレット発行体制

を継続し、ホームページ更新と改良をおこなう。ま

た、作業グループの改廃やその活性化等、必要な組

織変更を実施する。トレーニングの組織を行うとと

もに穀物水分計の技術基準に続く、独自の情報発信

を追求する。 

カ）［国際活動］ 

・前年に引き続き、海外研究機関との連携強化を図る。

特に、研究開発能力の著しい向上が見られる、アジ

ア地域の研究機関との研究交流のあるべき姿（アジ

ア戦略等）を念頭に置きつつ、産総研の研究開発を

加速させる視点に立って、中国、韓国等の主要研究

機関との協力関係を構築する。また、欧米の研究機

関との協力関係では、研究者交流の促進や連携ラボ

の構築等、より一層の発展を図る。 

・国際的産学官の研究交流、成果普及を加速すること

を目的に、これまでに構築してきた海外研究機関や

在日外国大使館とのネットワークを活用し、また、

他部門（産学官連携部門、成果普及部門）と協力し

つつ、国際シンポジウムの開催や、研究ユニットが

主体となって出展する海外ショーケース等への参加

を支援する（国際コーディネーター機能）。 

・引き続き、アジア地域を中心に、研究機関との連携

強化を図る。また、産総研の人材（研究者）を活用

して、JICA 等が行う技術協力プロジェクトに積極

的に参画し、同時に研修生の受け入れを通じ発展途

上国の人材育成にも貢献する。例えば、タイ国の標

準研究所の設立に引き続き協力を行うとともに、

東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）
の主要なメンバーとして協力プロジェクトの推進に

寄与する。 

５）【情報の公開】 

・文書管理や保存等について、各部門等における優れ

た工夫などを評価した結果を、研究所全体に反映す

ること等により、法人文書の管理・保存等をより効

率的かつ的確に行うものとする。 

・所内システムについて、法人文書の更新に対応する

と共に、法人文書ファイルだけでなく、法人文書単

位での所内検索を可能にするシステムを稼動するこ

と等により、情報公開により的確かつ迅速に対応で

きるものとする。 

・全国10箇所に設置している情報公開窓口の円滑な運

用をひきつづき行う。また、ホームページ等で公開

する事項をより充実することにより、さらに情報提

供を推進する。一方、オンライン化手続法に対応す

るシステムの整備を図り、その運用を開始する。 

６）【その他の業務】 

［特許生物の寄託業務］ 

・特許庁からの委託機関として、また、ブダペスト条

約に基づく国際寄託当局として、継続して国内外か

らの特許生物を受託するとともに、求めに応じて分

譲業務を適切に行う。 

・特許生物寄託センターに導入したデーター管理シス

テムの充実、補完を推進し、本システムの完成を図
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る。寄託された生物種に関する情報のカタログ化を

継続的に推進する。 

・寄託生物種の生存試験、汚染検査試験を行うととも

に、汚染検査技術の高度化を図る検査手法を確立し、

日常業務への導入を図る。 

［独立行政法人製品評価技術基盤機構との共同事業］ 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構と JIS、ISO 等

の標準整備を目的とした共同事業を継続して実施す

る。標準化を目的とする研究開発を協力して実施し、

研究成果を JIS、ISO 等の具体的な規格案にとりま

とめ、経済産業省関係部局に対して提案する。 

 

３．予算、収支計画及び資金計画  

１）予算《別表４》 

２）収支計画 《別表５》 

 業務の効率的な実施による費用の低減、自己収入の

増加その他の経営努力により財務内容の改善を図る。

外部資金、特許実施料、教習料、校正・検定手数料等、

自己収入の増加に努める。高額のランニングコストを

必要とする施設・大型機器の共通化、管理業務等の合

理化を図り、固定的経費の割合の縮減に努める。 

３）資金計画 《別表６》 

 

４．短期借入金の限度額  

・23,818,000,000円 

・想定される理由：年度当初における、国からの運営

費交付金の受け入れ等が 大3ヶ月程度遅延した場

合における産総研職員への人件費の遅配及び産総研

の事業費支払遅延を回避する。 

 

５．重要な財産の譲渡・担保計画 

  なし。 

 

６．剰余金の使途 

 剰余金が発生したときの使途は以下の通りとする。 

・研究用地の取得 

・研究用施設の新営・増改築 

・任期付職員の新規雇用 等 

 

７．その他主務省令で定める事項  

１）施設及び設備に関する計画 

・平成13年度補正事業、平成14年度補正事業を継続し

て、産学官連携を推進するために必要となる地域産

学官連携施設をはじめ、共同研究施設、産学官が共

同して研究開発を行うために必要な研究施設の整備、

拡充等を実施する。また、空調関連設備改修、廃水

処理関連設備改修、排水関連設備改修、高圧ガス供

給設備改修等の現有施設の老朽化対策及び高度化対

策を行う。 

・空調関連設備改修、電力関連設備改修、給排水関連

設備改修等により施設の老朽化対策及び高度化対策

を行う。○地域の産学官連携、ベンチャー企業等の

活性化を促すために必要な5地域の産学官連携施設

（研究者が集中研究できるオープンスペースラボ）

の整備を平成13年度より継続的に実施する。 

［13年度第1次補正予算（施設整備費補助金）］ 

・中部産学官連携研究施設整備事業 延べ面積：

4,817m2 事業額：20億円 

［13年度第2次補正予算（無利子貸付金）］ 

・北海道産学官連携オープンスペースラボ整備事業 

延べ面積：3,179m2 事業額：21億円 

・東北産学官連携オープンスペースラボ整備事業 延

べ面積：4,656m2 事業額：21億円 

・産学官連携情報技術共同研究施設整備事業 延べ面

積：32,983m2 事業額：170億円 

・関西産学官連携オープンスペースラボ整備事業 延

べ面積：5,600m2 事業額：29億円 

○民間企業による研究開発を中心とした産学官共同研究

を実施するための共同研究施設の整備を平成13年度よ

り継続的に実施する。 

［13年度第2次補正予算（無利子貸付金）］ 

・低消費電力次世代ディスプレイ製造技術共同研究施

設整備事業 延べ面積：9,716m2 事業額：153億

円 

・次世代モバイル用表示材料技術共同研究施設整備事

業 延べ面積：2,789m2 事業額：34億円 

○国際研究交流の拠点である臨海副都心センターに、バ

イオと IT 等の異分野技術を融合し、産学官共同研究

を加速的に推進するためのオープンスペースラボの拡

充整備を平成14年度より継続的に実施する。 

［14年度補正予算（施設整備費補助金）］ 

・バイオ・IT 融合研究施設整備事業 延べ面積：

20,400m2 事業額：250億円 

○新規産業を創出するために産学官が共同して研究開発

を行うための研究施設整備を平成14年度より継続的に

実施する。 

［14年度補正予算（施設整備費補助金）］ 

 先端的研究加速化のための研究施設の高度化改修整備

事業等 

・革新的 MEMS（微小電気機械システム）ビジネス

支援施設整備 事業額：9億円 

・半導体アプリケーションチップ実用化技術開発

（MRAM）施設整備 事業額：9億円 

・臨床インフォマティックス研究センター施設整備 

事業額：26億円 

・精密部材ナノ加工プロセス技術共同研究施設整備 

事業額：4億円 

・治験支援産業創生先端技術センター施設整備 事業

額：3億円 

・分散型エネルギー供給システム実証プラント導入の
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ための施設整備 事業額：50億円 

・重点4分野における研究加速化のための施設整備 

事業額：25.1億円 

○施設の老朽化対策及び高度化改修が必要な空調関連施

設改修、電力関連施設整備改修、給排水関連施設改修

等を実施する。 

［15年度予算（施設整備費補助金）］ 

・老朽化対策つくば 事業額：43.85億円 

・平成15年度に追加現物出資を受ける予定の施設及び

整備は、次のとおり。平成15年度現物出資案件をも

って、引き続き国において整備される施設及び設備

は完了する。 

施設・設備の内容 

［追加出資施設］ 

・特定高圧ガス実験棟の整備 

・糖鎖遺伝子工学研究棟の整備 

・低温バイオ研究センター研究棟（B 棟）の整備 

・平成14年度に確立した新体制において、設備等維持

管理業務の適切な管理及び良好な研究環境を維持す

る。 

２）人事に関する計画について  

・研究職員の新規採用については、引き続き若手育成

型任期付研究員や招へい型任期付の採用を進め、産

総研の核となる人材の確保に努める。 

・管理部門については、引き続き電子化等により職務

遂行の効率化を進め、人材の適正配置及び研修等に

より職員能力の向上を図ることによって、人材の抑

制に努めることとする。 

・受託業務の拡大に応じて、任期付き職員を若干名追

加する。 

・職員の評価制度による評価等を勘案し、効果的な配

置を図るとともに、平成14年度に引き続き職員のキ

ャリアアップのための研修の実施により、人材の養

成を図る。 

３）積立金の処分に関する事項  

  なし。  

 

別表１ 鉱工業の科学技術 

 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を

科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等

に基づき重点化することとし、学界活動を先導して科学

技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・

実施に貢献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生

活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、

また、科学技術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間

ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔

軟に見直すよう努めるものとする。併せて、新たな産業

技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目

指し、経済産業省、総合科学技術会議等における産業技

術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 

(1) 社会ニーズへの対応  

１．高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現 

１－１．バイオテクノロジー分野 

 高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現及びバイオテクノロジー分野における産業創成への

貢献を目的として、ポストゲノム時代におけるゲノム

情報の本格的産業応用に対応するためのゲノム科学、

加齢機構、糖鎖工学等に代表される生命機能を理解し

それを人間生活向上に役立てるとともに、高度な情報

処理機構を利用した脳型コンピュータ等の開発に資す

るための脳科学を含む細胞生物学、環境計測・浄化・

保全や廃棄物処理といった社会的要請に対応するため

の環境バイオを中心にバイオテクノロジー技術の発信

基地となることを目指し、各項目の中期計画に対して、

平成15年度は以下の研究開発を行う。 

(1) ゲノム情報利活用技術及び有用蛋白質機能解析 

【中期計画（参考）】 

・遺伝子の発現頻度情報の取得・解析を目的として、

ヒト cDNA1.5万個以上の多目的発現解析の基盤構

築、蛋白質遺伝子の4割以上に相当する2万個以上の

遺伝子の発現頻度情報の取得とデータベースの作成

及び多重遺伝子の自動注入システム及び細胞変化の

自動解析技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・ヒト cDNA をもつ12,000個の Gateway 導入クロー

ンを作成し、多目的発現解析の基盤を整備する。 

5,000個の Gateway 発現ベクターを用い、蛋白質

発現条件を検討する。 

・発現頻度解析では、iAFLP 法等を用いて、500万デ

ータポイントの発現情報を取得すると共に、「ヒト

遺伝子発現頻度データベース」の医薬関連の産業等

への活用を図る。 

・蛋白質ネットワーク解析では、500種類の遺伝子導

入による細胞内発現の蛋白質複合体を質量分析計で

解析し、50種以上の新規な複合体を見出す。その主

な複合体については再構成系を構築し、複合体形成

過程を解明する。 

・細胞ゲノム解析では、浮遊細胞の形態変化を及ぼす

遺伝子を同定する。蛋白質細胞内局在判定システム

を用い、2,000個の未知遺伝子由来蛋白質の局在情

報を得る。また、付着細胞の形態変化画像自動解析

の高速化を図る。 

・応用研究として、確立された技術を用いて肥満や糖

尿病に関連する遺伝子の探索研究を行う。また既存

の解析技術を改良し、新しい解析技術の開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・膜蛋白質等に関して、分解能2.5Å程度の電子顕微

鏡による構造解析システムを開発する。溶媒分子等

の存在下での2Å以内の高精度で解析できる高速モ
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デリング技術を開発する。また、蛋白質の構造形成

機構を解明し、有用な機能を有する人工蛋白質等を

設計・創製する技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・極低温電子顕微鏡を用いて膜蛋白質の立体構造を解

析すると共に、単粒子解析法を用いてチャネルや受

容体の構造を解析する。X 線結晶解析では、診断や

治療への応用が期待されるヒト cDNA 由来膜蛋白

質等の構造解析に向け、結晶化方法の開発、並びに

大腸菌系での大量発現と結晶化を行う。 

・膜蛋白質のモデリング、ダイナミクス解析手法の開

発を更に進め、蛋白質・低分子ドッキング手法によ

る in silico 薬物スクリーニングに向けた応用を図

る。 

・リガンド及び受容体蛋白質の発現と精製法を確立す

るとともに、NMR 交差飽和法を改良し、様々な蛋

白質複合体系における相互作用界面同定を試みる。

また、NMR を用い、MHC クラス I 等の膜関連蛋

白質の立体構造と相互作用の解析を行う。 

・培養細胞系の発現ロドプシン及び変異体の高分解能

構造解析へ向けた 適化を行い、結晶構造を決定す

る。 

・超高熱菌由来の産業上有用な膜蛋白質等の大量発現、

精製、機能解析を行う。 

・平成14年度に引き続き、配列空間探索によるタンパ

ク質デザインのコンセプトの実現とその生体外での

利活用に関して以下の研究を進める。 

1) ジヒドロ葉酸還元酵素について、一アミノ酸置換

変異体の系統的且つ網羅的作製を進め、全ての部位

についての一アミノ酸置換変異体遺伝子の作製を完

了する。作製できた変異体遺伝子について大腸菌で

の発現解析を行い、宿主である大腸菌において安定

に蓄積が認められる変異体の50%以上を大量培養・

分離精製均一化を行い、特性を調べる。作製した特

性データを利用し、組み合わせ変異を行い新たな改

良に関する実例を示す。 

2) p－ヒドロキシ安息香酸ヒドロキシラーゼに関し、

全てのシステイン残基およびメチオニン残基部位の

網羅的一アミノ酸置換変異体の特性データを利用し、

熱安定性と触媒効率の両方面での改良に向けた配列

空間探索を行う。 

3) レポータタンパク質の配列制御固定化の条件を更

に精査し、固定化に係る問題点をピックアップし、

問題点解消のために必要な要素解析に基づくタンパ

ク質の改良の指針を得る。さらに、蛍光タンパク質

以外のレポータタンパク質に関しても検討を行う。 

・コイルドコイル構造に加えて、ヘリックス－ターン

－ヘリックス型構造の構造核の検討を始める。βバ

レル構造については、合成フラグメントの構造のみ

でなく溶解性との関係を解析する。インフォマティ

クス面では、タンパク質立体構造データベースに登

録されている大規模データを対象とした高速クラス

タリング手法を開発し、局所構造の多様性、局所構

造と局所配列の相関を解析する。FMO-MD 法のソ

フトのテストと改良を進め、真空中のタンパク質と

核酸の量子分子動力学シミュレーションを行う。 

・光制御ペプチドを用いて構造形成反応を追跡し、構

造形成機構を解析する。細胞活性化ペプチドや運動

蛋白質の制御ペプチドなどに光感応基を導入し、細

胞・蛋白質機能を制御する技術を確立する。また、

機能蛋白質の繊維状化制御手法を構築する。品質管

理機構スクリーニングにより、抗体などの有用蛋白

質の安定化を行い、S-S 結合に置き換え可能な汎用

的アミノ酸ペアを探索する。1つ以上の高度好熱菌

由来有用蛋白質の X 線構造解析を完成させ、耐熱

化機構を構造面から明らかにする。結晶化には新規

な浮遊無容器状態を用い、結晶品質の向上を図る。 

【中期計画（参考）】 

・国内外の有用なバイオインフォマテクスデータベー

スの統合化、データベースの検索・解析技術の開

発・高度化を行い、独自のアノテーション（注釈機

能）等の付加により、生物情報を広く実利用できる

環境を整備する。 

《平成15年度計画》 

・統合データベース解析では、「H-Invitational」成

果のデータベース公開を行うと共に、産業上の応用

に向け、ヒト疾患と遺伝子多様性を主体とするデー

タベースを構築する。また、ヒト完全長 cDNA の

追加アノテーションを国際共同研究で継続する。更

に、生物進化解析に向けたヒト以外の動物遺伝子ア

ノテーションと比較ゲノム研究を行う。 

・遺伝子多様性解析では、慢性関節リュウマチと尋常

性乾癬の感受性遺伝子の候補領域を特定し、感受性

SNP の発見する。 

・平成14年度に引き続き、都市再生緊急整備地域であ

り、国際研究交流の拠点である東京臨海地域におい

て、バイオと IT 等の異分野技術を融合し、新しい

網羅的な大量実験系や測定装置の技術開発に係る重

要研究課題について、異業種、異分野の産学官共同

研究を加速的に推進するためのオープンスペースラ

ボを拡充整備する。（バイオ・IT 融合研究施設整備

事業） 

【中期計画（参考）】 

・網羅的クローニングにより分離したヒト由来糖鎖合

成関連遺伝子等の機能解析を行い、それらを利用し

て、新規な糖鎖合成法を開発する。 

《平成15年度計画》 

・細胞壁合成阻害剤など新規な医薬品開発の標的とし

て有効な細胞壁マンナン糖蛋白質の合成に関与する

酵素蛋白質およびこれをコードする遺伝子を探索し
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その機能を解析する。また、有用糖鎖の自動合成シ

ステムに利用可能な糖転移酵素を安定かつ多種類供

給するため、酵母の細胞表層または細胞外にヒトの

有用糖転移酵素を活性型で多量生産するシステムを

構築する。残された糖鎖遺伝子を本年限りですべて

クローニングする。残された遺伝子の特徴は、その

発現がきわめて組織特異的であるために発見が遅れ

ていたが、リコンビナント酵素としてその基質特異

性解析を行う。癌細胞の特性と糖鎖遺伝子発現変化、

それをキャリーするタンパク質の同定、かつそのタ

ンパク質の機能変化、を解析し、その結果おこる癌

細胞の特性の変化を解析する。ヒト疾患の原因と想

定される糖鎖遺伝子を探索し、それを証明する。現

在、3つの重要な疾患の原因遺伝子としての候補遺

伝子を解析中である。糖転移酵素を用いて IgA 腎

症の診断・治療を目指した研究を開始する。糖鎖合

成関連遺伝子産物の高効率導入調製系を開発し、糖

鎖合成関連遺伝子の機能解析とバイオ技術応用のた

めの基礎研究を進める。糖鎖付加位置のみならず、

糖鎖構造情報をも取得可能とするグライコーム型戦

略の網羅的解析法の開発を行う。糖鎖構造の解析手

法として、FAC の自動化装置の開発をはじめ、他

の原理による糖鎖プロファイリング技術の開発、質

量分析法等の組み合わせを種々検討する。糖鎖自動

合成装置（ゴルジ）の実用化研究に関して、より汎

用性に富む合成用プライマーを設計・調製する。合

成用糖転移酵素を大量発現しシステムに活用する。

生物活性の期待される新規糖ペプチドなどを合成す

る。グリーンケミカルプロセスを指向した糖鎖の新

規化学合成手法を構築する。 

【中期計画（参考）】 

・蛋白質等の整列化技術の開発により、プローブ顕微

鏡を用いて整列蛋白質等の配向・機能を評価する技

術を開発する。また、細胞の特性の解析に必要なバ

イオイメージング技術、細胞の操作技術の高度化を

行う。  

《平成15年度計画》 

・ミクロンサイズのセンサをプローブとする電気化学

顕微鏡システムを構築し、局所計測の技術開発に着

手する。新規な自己組織化単分子膜修飾材料（セレ

ノール類等）を開発するとともに、電位変化等によ

る自己組織化単分子膜の配向変化等の動的挙動を、

走査型プローブ顕微鏡、表面分光等の技術を駆使し

て解明する。さらに、チオール等の自己組織化膜形

成過程を基板電極上への濃縮過程と捉えることによ

り、チオール等の超高感度分析用の新規センサ構築

が可能となると期待される。このセンサを用いて

ppt レベルのペプチドホルモンの免疫測定を可能に

する。 

・細胞内における膜タンパク質の分布変化を解析する

ため、高解像度の電子顕微鏡画像から膜タンパク質

の分子形状の情報を取得するコンピュータ画像処

理・解析の方法を開発する。これを用いて、膜タン

パク質の膜内での会合状態、オルガネラ上での分布

や、細胞分化などの動的過程における細胞内分布変

化の解析を行う。運動中の細胞は、細胞形態を決定

し維持するために細胞から出る仮足の伸長の程度に

勾配を付けるなどの制御を行っている。そのメカニ

ズム解明のために、平成14年度に開発した細胞動態

高精度解析法をアメーバ運動の中でも も基本的な

モードを示す魚類表皮細胞に適用し、各種薬剤処理

に対する細胞形態や細胞運動の応答を解析する。よ

り複雑なモードのアメーバ運動の解析には細胞性粘

菌の遺伝子操作による変異株作製が有用であり、そ

のような高度な運動解析にも細胞動態高精度解析法

を適用可能とするために、同方法の改良を行う。細

胞集団の形態形成過程には個々の細胞の運動能力、

特に細胞骨格系の機能が関与している。その役割を

明らかにするために、平成14年度に構築した細胞性

粘菌集合体内における個別細胞の動態解析を利用し

た実験を行う。細胞骨格系に変異があり運動能が損

なわれている細胞が発生過程の細胞集合体内で示す

動態を解析し、形態形成にもたらす異常との関係を

明らかにする。 

・五感のセンシング・情報変換部分を基本に担当する

グループと、五感の情報伝達・通信分野に基本をお

く研究グループを編成し、前者は遺伝子レベル、細

胞・分子レベルから五感のセンシング原理を探求し、

神経ネットワーク系に伝達される情報通信の視点か

ら、後者は、脳の中枢制御系のような複雑系の基本

原理解明から、五感の大容量高速情報通信を具体的

な暮らしや医療・福祉に適用するための技術開発を

行う。 

・嗅覚におけるニオイ識別機構を理解するために、特

定のニオイへの応答性に注目して嗅覚レセプタの機

能同定ライブラリーの構築を推進する。さらに、ニ

オイ識別機構の仮説実証のための関連研究を推進す

る。このため、嗅覚レセプタ機能発現系の構築を推

進し、遺伝子組み替えレセプタを含む嗅覚レセプタ

の機能と構造との関係を明らかにする。 

・マグネト・リポソームの研究においては、複合微粒

子としてのマグネト・リポソーム作製法の高精度化、

及びリポソーム微粒子膜の電場による物質の透過性

高度化を行う。電場による膜透過のメカニズムにつ

いては基礎研究を続けるが、エレクトロ・ケモセラ

ピーは研究が進んでいるので、我々はこれらの2方

向の研究を結びつけ、より良い医療が可能となる新

しいツールの開発を行う。利用現場の状況を踏まえ

て、ホルマリン固定されたオーシストを用い微量の

試料で X 顕微鏡像を得ることが出来る方法開発す
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る。 

・従来の量子ドットでは発光のランダムな点滅現象が

しばしば観測される。点滅現象が現れないような量

子ドットを開発する。さらに、合成した量子ドット

を用いて生体分子の種類を区別するために標識する。 

(2) 有用遺伝子探索と機能性生体分子創製  

【中期計画（参考）】 

・高機能・高活性なハイブリッド・リボザイム等を作

製し、それによる革新的な機能遺伝子探索技術を開

発する。また、膜融合、核移行シグナル等を介した

細胞内、核内への特定遺伝子の導入技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・リボザイム系、RNAi 系の改良を行うとともに、次

世代アプタマーの構築を行う。さらにこれらのテク

ノロジーを用いて高度に有効な新機能遺伝子の同定

を様々なターゲットに対して行う。 

・さらに効率のよい DNA の標的化を目指して、新規

シグナルの探索・構造解析を行う。DNA・RNA を

ベースにした安定な遺伝子発現系の開発を進める。

癌特異的自殺遺伝子や RNAi を使った癌遺伝子治

療用デバイスを開発する。 

【中期計画（参考）】 

・加齢、増殖分化、生体リズム等に関与する遺伝子及

びその産物を同定し、これを用いて増殖・分化・脳

神経機能等の評価・調節技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・ 初の年齢軸調節分子機構の汎普遍性証明と精査、

プロトロンビン遺伝子調節機構の解析、成長ホルモ

ン作用の思春期／年齢軸遺伝子発現網羅的解析、ヘ

プシン機能と癌との関係解析、AAV 遺伝子導入ベ

クター構築とテスト、同定した神経可塑性制御因子

群の生理機能、年齢軸調節機構解析、年齢軸制御に

関与する遺伝子発現／細胞／増殖制御因子の構造と

機能解析、新規開発の解析法による、加齢と共に変

化する自己免疫応答現象の評価と機構解析、自然免

疫関連因子群の年齢依存性発現制御機構解析と臨床

応用開拓、加齢と骨代謝および加齢に伴う骨疾患治

療法開発（間葉系幹細胞から骨芽細胞への分化機構

の加齢変化解析と組織工学的治療法開発）、を目指

す。 

・肝臓や皮膚の再生・恒常性維持や細胞の増殖・分

化・超越分化などの機能を制御する遺伝子・分子群

の同定と機能解析を行い、それらの制御による細胞

の分化増殖の操作を図る。特に増殖因子の関与する

現象に関して年齢軸・時間軸機構について検討する。 

・新たに開発した転写抑制因子を用いた遺伝子調節発

現機構システムを用いて、ゲノムの全塩基配列が決

定されているシロイヌナズナ植物体にコードされて

いる転写因子の機能解析をゲノムベースで解析する。 

・新機能性核酸の分子認識機構の解明に関しては、

HutP 蛋白質と RNA の認識機構については種々変

異体の生化学的解析ならびに立体構造学的解析を進

め、ヒスチジン分子の結合部位や RNA との結合様

式に関して構造学的解明を目指す。NS3ヘリカーゼ

に対するアプタマーを創出し、その機能ならびに構

造の特徴を精査し、ヘリカーゼと HCV-3'非翻訳

領域との相互作用様式を演繹する。 

・新機能性核酸の創製に関しては、プリオン蛋白に対

するアプタマーを創出し、アプタマーによりタンパ

ク質の構造変換を識別の可能性を検討する。 

・新機能性核酸の生体外での利用に関しては、ウイル

スサブタイプを識別するより高機能なアプタマーを

創製し、機能構造解析を進め、さらに応用法を開発

する。 

・新機能性核酸の細胞内での利用に関しては、植物に

おける RNAi を解析・評価するために植物プロト

プラストの安定性、dsRNA の導入効率、核、細胞

質での dsRNA の発現部位、RNAi の評価方法等の

改良を行う。NS3プロテアーゼ、ヘリカーゼ両方に

対する bifunctional アプタマーを作成し機能を評

価する。 

・ゲノム全体としての遺伝子ネットワークに基づく遺

伝子機能情報を得ることを目的として、クロマチン

構造による環境設定を基礎とした発現制御機構と得

られた成果を用いた組織特異的な環境ホルモン検出

系の構築を継続して行う。さらに、ゲノムサブトラ

クション法を用いて腎癌の変異部位より得られた新

規遺伝子の機能解明により治療や創薬に利用できる

シグナル伝達系の情報を取得するとともに、ホルモ

ン作用に関係する遺伝子の発現プロファイル解析に

より環境ホルモンや癌の評価・診断のための基準デ

ータベースを作成する。簡便かつ高精度な染色体コ

ピー数異常解析法として、マイクロアレイ CGH 法

を確立する。また、新規蛍光標識技術を用いた高感

度蛍光イメージング技術の開発を行う。 

・機能ゲノム科学に重要な網羅的解析技術を開発し、

ゲノム中より研究開発や臨床診断に有用なタンパク

質を探索する。マルチカラー磁気ビーズなどを用い

て、自動化解析技術を開発する。超好熱古細菌ゲノ

ム中の有用遺伝子について、発現に成功した耐熱性

タンパク質の酵素活性を確認し、基質に関する特徴

や逆反応を進める活性等応用の可能性を中心として、

発現タンパク質の性質を解析する。また、相同性解

析だけでは見出されてこない有用遺伝子を検索する

ための情報科学的手法の開発を行う。 

・酵母の転写因子遺伝子 GCR1の発現制御における

Gcr1p の役割と生物学的意義を更に解析する。酵母

のゲノム全体での遺伝子発現頻度情報を DNA chip
などにより解析することにより、解糖系代謝経路を

中心とした遺伝子の発現の制御と発酵能などとの関
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係を解析する。また、分裂酵母における糖代謝の制

御に関与する制御遺伝子の探索・解析を行う。植物

の統括的な遺伝子発現制御機能の解析を開始し、モ

デル植物シロイヌナズナ転写因子遺伝子の配列情報

の解析、転写因子遺伝子の cDNA の収集と整備、

転写因子遺伝子群の詳細な発現プロファイリングの

ための解析技術の検討を行う。環境応答を制御する

制御因子の探索・同定を継続し、形質転換植物を利

用して転写因子の機能を解析する。タバコの完全長

cDNA クローンに関してライブラリーの構築と整

備を行う。 

・生物の示す多くの基礎的生物現象の根幹にある生物

学的繰り返し時間（バイオロジカルタイミング）の

背後にある分子的基礎を、分子生物学、神経科学、

生理学、遺伝学、行動学、形態学などの基礎的研究

手法により総合的に研究しこれを広く産業社会へ利

用する。具体的には、以下に示す3課題に関して検

討する。 

1) 生物時計遺伝子産物 per2の核内移行阻害型分子

を発現するトランスジェニックマウスの作成に成功

したので、このマウスの日周行動に与える影響を評

価する。さらに生物時計遺伝子産物のリン酸化等修

飾機構について検討する。 

2) 雌のショウジョウバエ Timeless 変異株が特定の

時間帯で生殖活動を抑制することを見出した。この

生殖行動抑制に関わる分子を探索する目的で網羅的

遺伝子解析を行う。 

3) 平成14年度までに、末梢時計のリズム形機構が中

枢とは異なることを見出した。そこで末梢時計のリ

ズム形成に関わる遺伝子群を網羅的に解析する。 

・細胞の老化及び不死化におけるモータリンの役割に

ついての研究を引き続き行う。モータリンをハンマ

ーヘッドリボザイム及び RNAi 用いてターゲティ

ングし、細胞の正常及び癌の表現型における機能的

重要性を解明するために用いる。モータリンの過剰

発現は、連続的に増殖させる細胞でなく正常細胞を

得るために、テロメラーゼとの組み合わせで用いる。

ARF の新規結合パートナーである CARF について

の研究を引き続き行う。独立した ARF 経路におけ

る CARF の役割及び DNA 損傷剤に対する反応に

ついて解明する。細胞の癌化・不死化に関する分子

ネットワーク解析の研究開発については、GFP、

mRFP のような蛍光標識付きモータリン及び p53
を含むモータリンの結合パートナーを、高解像度顕

微鏡下で細胞内局在を解析するために用いる。これ

らのタンパク質の相互作用が細胞周期に関連するか

についても検討する。 

・シスプラチン耐性癌細胞に対し有効な白金錯体と

DNA 複合体に関して、修飾複合ナノ微粒子を用い

て結合タンパク質の違いを比較検討する。アミロイ

ド-β-タンパク質会合の分子レベルでの解明をさら

に進めると共に、概念を拡張した分子レベルの挙動

の解析を目指し、新規実験系を開発する。先行導入

型新規セレニルリンカーを用いた固相合成手法によ

る高活性デヒドロアミノ酸ペプチドの合成を進める

とともに、新規異常アミノ酸ペプチドの合成に発展

させる。同時にコンビナトリアル化学を指向した反

応デバイスの開発を行う。生体内に癌細胞を投与し

た際に、破骨細胞の分化誘導が起こるかについて解

析する。さらに、内皮細胞上の ODF と破骨細胞前

駆細胞上のリセプターとの相互作用の遮断が、破骨

細胞の分化誘導へ与える影響を解析する。 

・平成14年度に引き続き、臨床インフォマティックス

研究センターについて、共同研究施設の整備を実施

する。 

【中期計画（参考）】 

・未利用生物遺伝子資源の探索を行い、新規微生物を

500株以上分離解析する。複合生物系・生態系の解

析を行い生物遺伝子資源の賦存状況を明らかにし、

得られた生物遺伝子資源の保存とデータベース化を

行う。 

《平成15年度計画》 

・環境中や動物体内中に存在する微生物の多様性解析

と新規微生物の探索収集に関しては、地下深層、水

田土壌、各種昆虫の体細胞共生体などを標的にした

多様性解析および微生物分離を試みる。特に嫌気性

微生物については地下圏に生息する特異な微生物、

難分離性の化学物質分解微生物群、メタン生成古細

菌の分類や分子生態学的解析を行う。また、昆虫共

生微生物体については、昨年度得た宿主転位体の詳

細な解析、宿主昆虫の生殖を制御する共生体の制御

機構などを検討する。さらに、得られた生物遺伝子

資源の保存とデータベース化、既存の文献情報に基

づく微生物化学分類データベースの構築を行う。 

・環境微生物の物質循環・代謝に果たす役割の解明と

環境浄化技術への応用を目指し、昨年度に引き続き

ダイオキシン、ジクロロフェノキシ酢酸などの汚染

物質を取り上げ、その分解微生物の汚染物質分解特

性を解明する。また、メタン発酵リアクター内で重

要な役割を担うメタン生成古細菌のメタン生成遺伝

子の発現制御系に関する知見を深める。また、組み

換え体微生物の追跡手法の確立および環境微生物群

集を計測するための DNA マイクロアレイ技術の開

発を行う。 

・昆虫－微生物共生系においては、内部共生に関与す

る宿主昆虫側の遺伝子の同定と解析を進める。宿主

昆虫の染色体上に水平転移した共生微生物ゲノム断

片については、その全構造を決定する。 

・分子遺伝学的手法や顕微鏡画像解析手法を用いた特

定および全微生物系統群の定量・視覚化技術の開発、
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改良を行うとともに、両手法間で定量値の比較を行

う。沿岸環境微生物の多様性データ収集をさらに進

め、有効な遺伝子マーカーの開発を図る。環境汚染

物質分解菌等を対象に、特定微生物の検出マーカー

や手法を検討する。 

・前年度までと対象海域や用いる調査船、潜水艇等が

異なることから、海底熱水活動域での微生物・遺伝

子試料の効率的な獲得を促す装置の開発、改良を継

続する。具体的には、熱水中微生物試料採取を目的

とした水深3000m でも使用可能な採水・ろ過シス

テムや現場培養器システムを構築する。これまでに

水曜海山等で採取した微生物遺伝子試料のさらなる

解析を進め、地下を含めた海底熱水微生物生態系の

モデル化やその成因、影響等の解明を図る。また、

採取した貴重な試料の有効利用を図るため、内外機

関と協力し、新規微生物や環境遺伝情報等の獲得を

図る。 

・近年、アラスカには、T.ishikariensis は存在しな

いとの報告がなされたが、アラスカ海岸部では本菌

株分布の可能性があることから、平成15年度はアラ

スカにて調査を行う。 

・インジゴ還元能を有する好アルカリ性微生物の 終

的な分離、生理生化学的性質の検討を行う。 

・新しい機能をもった新規好アルカリ性微生物の分離

および分類を行う。 

・複合微生物系における特定微生物の高感度・高精度

検出方法の開発と、精度の高い菌相解析の手法の開

発を行う。また、当所で開発した蛍光消光を利用し

た DNA/RNA 解析・定量方法について、遺伝子組

換え作物定量への応用など、この方法の用途の拡大

と普及をはかる。DNA 計測の標準化にも協力する。 

【中期計画（参考）】 

・有用酵素、高機能糖質材料、各種生理活性物質の探

索と利用技術の開発を行う。また、それら有用分子

の高効率生産技術の開発を行う。 

《平成15年度計画》 

・有用な低分子生理活性化合物の開発については、平

成14年度に見出された脂肪蓄積促進活性成分や抗菌

物質等の精製、構造・機能解析を進める。また、新

規抗菌活性・アポトーシス制御活性等の探索を継続

する。 

・新規生理活性ペプチドの開発と応用については、各

種生物資源を材料に血圧降下や血管系細胞の機能制

御を行なう新規ペプチドの検索を続けるとともに、

平成14年度までに多種見出された X-Pro 型ペプチ

ドの吸収安定性、血圧降下作用等について in vivo
での解析を進める。特に一回の経口投与で効果が24

時間持続する血圧降下ペプチドを開発し、特定保健

用食品としての早期実用化を目指す。 

・科学的・生物学的因子による遺伝子発現変動の解析

については、平成14年度までに DNA チップにより

取得した発現プロファイルを精密に解析し、特徴的

な発現変化をした遺伝子群を見出す。これらの中で

特に注目すべき遺伝子数個について発現変動を定量

PCR 等で確認するとともに、その変動に影響する

要因を明らかにする。 

・新規な作用様式を示すキシログルカン分解酵素の生

産菌 KM21株について、キシログルカン分解酵素の

遺伝子クローニングを行い、発現系を構築する。前

年度までに遺伝子のクローニングと発現系の構築を

終了したキシログルカン関連酵素を、オリゴ糖の調

製に適用する。前年度に取得した新規なラクトナー

ゼ蛋白質のアミノ酸配列をもとに遺伝子クローニン

グを試みる。さらにエンドヌクレアーゼ V を用い

た DNA シャフリング法の有効性を検討する。 

・モルティエレラ属糸状菌のリピッドボディで既に同

定したリン酸化蛋白質、蛋白質リン酸化酵素のリピ

ッドボディ形成における役割の検討、他のリピッド

ボディ形成に関わる蛋白質、酵素の同定、これら蛋

白質の遺伝子レベルの解析及びリピッドボディ形成

過程に関わる変異株の変異遺伝子の解析を行う。さ

らに、モルティエレラ属糸状菌とはリピッドボディ

の形態が異なる脂質蓄積性酵母のリピッドボディ形

成も検討する。また、ラビリンチュラ類海生菌で、

n-3ドコサペンタエン酸とイコサペンタエン酸の高

生産株の取得を目差す。またラビリンチュラ類海生

菌の油脂添加培地における増殖促進機構を明らかに

することにより、その新規な培養方法を検討する。 

・平成15年度は、「細胞内プロテアーゼネットワーク

の解析」と「組換えタンパク質生産技術の研究開

発」の2テーマを研究の柱として進める。 

細胞内プロテアーゼネットワークの解析においては、

真正細菌、古細菌、真核細胞を用いて細胞内タンパ

ク質分解系に関与する酵素群の機能解析をこれまで

と同様、生化学的・遺伝学的手法を用いて進めると

共に、真核細胞内のユビキチン化タンパク質の精製

と同定技術を行う。 

組換えタンパク質生産技術の研究開発においては、

引き続き Rhodococcus 細胞を宿主とした発現ベク

ターの改良と細胞の機能改変を中心に、組換えタン

パク質生産技術の高機能化を計る。同時に、新たな

研究計画として、10度以下の低温環境下でも機能す

る無細胞組換えタンパク質生産システムの開発を進

め、組換えタンパク質生産技術の多様化を図ると共

にタンパク質生産の効率化に重要な因子の検索など

試験管内での再構成実験を進める。発現ベクターの

改良と低温特異的タンパク質の検索に関しては、細

胞増殖阻害効果を示すタンパク質について、低温環

境下で生産可能なタンパク質の検索を行う。 

・動物等由来機能性遺伝子の植物における発現に関す
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る研究：新たに有用物質の遺伝子（血液因子、抗体

等）を導入した植物の作出を試みるとともに、既に

作出してきた組み換え植物の動物投与試験を行う。

一方、植物固有の糖鎖修飾を抑制する組み換え植物

の作出に着手する。 

・経口ワクチンおよび診断・検出試薬生産系の開発：

作出したワクチン成分発現形質転換植物の解析と評

価を行う（含動物投与試験）。 

・植物脂質の糖鎖修飾改変技術の開発に関して、作出

された糖転移酵素遺伝子導入植物の糖脂質を解析す

る。また、糖脂質の生合成に関与する別の糖転移酵

素遺伝子を単離し、植物発現用遺伝子の構築・形質

転換植物作出を行う。 

・引き続き市販のシランカップリング剤を用いてまた

エリプソメトリー、AFM 観察の精度を上げながら

単分子層の形成条件について検討し、単分子層形成

条件を確立する。新たに入手（合成）した末端基が

アミノ基とアミノ基以外の2種類のシランカップリ

ング剤混合単分子膜を形成し、単分子膜上へのビオ

チン、アビチン結合能と単分子層の組成、配列状態

の関係について調べる。光反応を利用して得たアビ

チンの位置選択的配列（パターニング）を行う。こ

の手法の有用性がアピールできるような具体的な応

用について調査を開始する。 

・引き続きテフロンシートの微細加工について検討を

行う。 

・液体中でのアブレーションによる銀ナノ粒子の合成

条件とその粒径、性状との関係について明らかにし、

バイオセンシング等への新規な応用について検討す

る。そのための表面修飾をチオール化合物等により

行う。銀以外の金属、半導体ナノ粒子の液体中レー

ザーアブレーションによる合成について検討する。 

・これまでに開発した高感度糖組成分析方法を用いて、

海藻胞子付着基の糖組成を分析する。また、生物付

着促進に適した基盤材料を検討する。 

・海藻由来糖鎖認識物質の糖鎖認識機構解明を目的に、

関連する数種類の単一糖鎖について、それぞれマト

リックスに 適に化学的固定化する方法を明らかに

する。また、超臨界二酸化炭素条件等を用いて、直

鎖状及び環状オリゴ糖への低分子の挿入を行い、そ

れらの構造を固体 NMR 法、小角 X 線散乱法によ

って解明する。 

・いくつかの試験管内タンパク質合成系が販売されは

じめたので、これらの性質を比較検討し、タンパク

質のより効率的な合成技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・細胞の環境認識応答機構を遺伝子レベル、蛋白質レ

ベルで解明し、優れた環境適応能をもつ細胞の創出

及び機能制御技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・DNA マイクロアレイによる網羅的解析とバイオイ

ンフォマティクス解析により酵母の環境応答機構に

ついて、さまざまな発現調節に関わるプロモーター

50種以上を見いだす。また、優れた発現系を構築す

るために、ゲノム情報を利用したアプローチによる

新規プロモーターの開発と、それを利用した新規発

現系の構築を行う。昨年度構築した低温誘導発現系

について、プラスミドおよびホストの検討を行い、

発現量を5倍以上増加させる。 

・新規海洋性低温好アルカリ性細菌 Pseudomonas 
alcaliphila AL15-21の も主要な可溶性チトクロム

c を精製しその諸性質を検討し、機能を解析する。 

・絶対好アルカリ性細菌 Bacillus clarkii K241U の膜

結合性チトクロム c の一次構造を決定する。 

・高活性カタラーゼ細菌 T-2-2株のカタラーゼ基質取

り込み部位のアミノ酸を部位特異的変異をかけるこ

とによって、高活性と構造の機能相関について明ら

かにする。 

・高度不飽和脂肪酸の効率的生産については、EPA
合成遺伝子群の完全単離を行う。未利用水産資源に

よる高度不飽和脂肪酸生産微生物の大量培養法につ

いては、培地組成の検討およびジャーファーメンタ

ー培養によりフラスコを用いた培養方法に対して5

倍以上の菌体収量増加を目指す。 

・優れた酵母レポーター系を構築するために、ルシフ

ェラーゼを用いたレポーター系を開発する。このレ

ポーターを用いて遺伝子発現の変化を数時間以内に

検出する簡易アッセイ系を開発する。 

・不凍蛋白質の探索・3次元分子構造解明・高機能型

分子設計に関しては、抗体を用いたスクリーニング

法を導入して探索効率を上げる。性能が注目される

複数の新規不凍蛋白質をコードする遺伝子をクロー

ニングし微生物を用いた大量発現系を構築する。こ

れらの詳細な活性メカニズムの評価と生化学的性質

の解明をおこなう。NMR と X 線を併用した3次元

構造決定と不凍活性メカニズムの解明を開始する。

人工不凍蛋白質に対する改良を加える。グラム単位

で精製できる不凍蛋白質をさまざまな物質に混入し、

その凍結保存性能等を評価し、不凍蛋白質の産業利

用を検討する。 

・産業用酵素の結晶化と X 線構造解析に関しては、

新規糖分解酵素の結晶化および立体構造解析を行う。

また低温活性型に設計し、実際に酵素活性が向上し

たリパーゼ変異体の構造解析を原子分解能で行い高

機能型リパーゼを設計するための指針を得る。また、

酵素と阻害剤の複合体の構造解析を行い酵素の反応

機構に関する知見を得る。また、完全新規の不凍タ

ンパク質に関しても結晶化および X 線結晶構造解

析について検討する。 

【中期計画（参考）】 
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・未利用バイオマス等から生分解型環境低負荷バイオ

材料等の開発及び、環境影響評価技術の開発を行う。

また、各種難分解性化学物質、有機スズなどの有害

物質の生物的モニタリング技術及び分解技術を開発

する。 

《平成15年度計画》 

・パルプ等の純度の高いセルロ－ス資源から無水糖を

10%以上の収率で生産することを目指す。 

・糖含有高分子としてブロックコポリマーなどを3種

類以上調製して、両親媒性などを検討する。 

・ジオール、ヘミアミナールに関するこれまでの知見

を活用して、4種類以上のアミノアルコールの生体

触媒による光学活性体の合成法について検討する。 

・糖鎖型高分子の高機能化を図るため、糖の分岐を持

つ高分子にエステル結合を導入する。また、立体規

則性ポリ乳酸の合成についても検討する。 

・系統的類縁関係の明確な種々の微生物を用いて、ポ

リエステル分解菌の分布状態を詳細に検討する。環

境中に於けるタイヤゴムの分解特性を把握するため、

タイヤゴム中に含まれる合成ゴムの分解の可能性に

ついて検討する。 

・ポリ乳酸の微生物または酵素処理技術を開発するた

め、ポリ乳酸分解に関与する因子について、属レベ

ルで異なる微生物を用いて検討する。タイヤゴムの

生物処理技術を開発するため、Nocardia 属以外に

新たに見いだしたゴム分解菌を用いて、タイヤゴム

の処理技術について検討する。 

・化学物質の毒性評価を、継続して行う。具体的には、

不溶性化学物質について、少なくとも30種類の化学

物質の毒性評価を終了する。ヒト細胞を用いたマイ

クロアレイ解析についても検討を継続する。これに

加え平成15年度からは、放射線の影響評価を開始す

る。放射線としては、産総研で使用可能なラジオア

イソトープ等の放射性物質等の影響評価を行う。 

・メカノケミカル法により海洋性多糖含有量が60重

量%以上の熱可塑性ポリマーアロイの製造法を開発

するため、混合粉砕法によって多糖系ポリマーアロ

イを種々の条件で合成し、多糖微粒子の分散性、ポ

リマーアロイ自体の流動性に効く合成要因を解明す

る。また、多糖系ポリマーアロイの引っ張り強度特

性および熱流動性を検討する。 

・シデロフォア、細菌などの分解機能を利用して有害

物質の分解特性を解析し、効率的な汚染物質の低減

化技術を開発する。また、海綿の元素（ケイ素、ヒ

素など）濃縮に係わるミネラリゼーションや海洋で

の物質循環に関わる機能を明らかにし、生物を模倣

した生態機能材料やラビリンチュラなど（新規生物

群）の機能利用の開発に資する。 

・干潟の底質と生物の定期的観測、実験干潟水槽によ

る生物種・個体数の計測、沿岸域の海底面や岩礁帯

に付着している微細藻類の生産・消費過程の定量化

を実施する。また、海水中の乱れ、プランクトン、

水温、塩分等の鉛直微細構造を測定し、鉛直混合強

度と植物プランクトン量等との関係について検討す

る。生物作用を利用した流失抑止機能を有するアマ

モ種子播種体の作成法を確立し流失抑止効果を検証

する。 

・水域における化学物質の影響評価および複合生態系

については、引き続き研究を進め、各地域から取得

した試料の分析と全体のとりまとめを行う。 

・生分解型環境低負荷バイオ材料等の開発の観点から、

前年に引き続き土壌の基礎特性の解明、プラスチッ

ク分解菌分離、など全国規模分解菌データを収集す

る。未利用バイオマス活用の観点から、キチン由来

N－アセチルグルコサミン生産のための高活性酵素

群生産技術と生成物分離方法を確立する。また、未

利用非木質繊維である竹繊維と生分解性プラスチッ

クとの複合材料製造のために、界面接着を強化する

添加剤の効果について解明する。 

・有害化学物質と窒素成分を同時に除去する有効な方

法の膜分離一槽式硝化脱窒技術の実用化に向けた検

討を継続し、無機窒素（硝酸、アンモニア性窒素）

を高濃度に含む廃水に対応した脱窒のための有機物

の選択法と、一槽で硝化と脱窒とを安定して行わせ

る条件および活性制御方法を検討する。 

【中期計画（参考）】 

・遺伝子操作生物の環境安全性評価に資するため、環

境中における特定微生物及び微生物相の定量解析技

術、特定微生物の環境影響評価試験手法の開発を行

う。 

《平成15年度計画》 

・特定微生物の定量解析技術の開発に関しては、gfp
遺伝子の挿入部位として全ての微生物が持っている

16S-RNA 遺伝子内に導入する方法について検討す

る。微生物相の定量解析技術の開発に関しては、複

数の微生物群を同時に FISH で解析する手法につ

いてさらに検討を進めるとともに、定量 PCR 方を

基本とした手法についても検討する。特定微生物の

環境影響評価試験手法の開発に関しては、モデル微

生物生態系として選定した活性汚泥を、試験法で使

用される環境で培養し、その安定性について検討す

る。 

(3) 脳科学技術（脳機能解析・脳型コンピュータ） 

 脳の機能を理解し、それに基づく技術基盤を確立

することを目的として、脳神経組織の構造と機能の

理解からは、精神神経疾患の診断治療技術の開発や

神経組織の修復再生技術の開発などによるバイオ・

医療福祉産業の振興に、また脳における情報表現と

情報処理の理解からは、これからの情報化社会に求

められる、人間と相性のいい脳型の情報技術の開発
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に貢献することを目指して、平成15年度は以下の研

究開発を進める。 

【中期計画（参考）】 

・脳機能を理解し、これを安心・安全で質の高い生活

の実現に利用することを目的に、脳の柔軟な情報処

理及び神経細胞の発生・再生機構を分子生物学的、

細胞生化学的及び生理学的アプローチで解析し、そ

れを利用した非同期型コンピュータの設計原理を開

発する。また、脳活動のリアルタイム計測のための

機器の高度化を行う。 

《平成15年度計画》 

・脳神経細胞・遺伝子の機能解析とその利用について

以下の研究を行う。 

1) 発生・分化に関する幹細胞の培養、関連遺伝子

Pax6や XGB について機能解析、ホヤを用いたシグ

ナル伝達の解析を行う。筋神経系について逆行性シ

ナプス伝達の解析、LMCD1/dyxin の解析を行う。

線虫神経回路網の活動の可視化に着手。げっ歯類の

単離脳標本を用い、海馬周辺回路における興奮性神

経応答の統合機構を解析。体性感覚野における触覚

ワーキングメモリの解明を、行動実験と光計測を組

み合わせて行う。 

2) 取得した新規生理活性ペプチドの特性解析及びカ

ルモデュリンキナーゼに結合する分子、プロテアー

ゼ阻害剤遺伝子を探索する。δ-catenin の AMPA
受容体の trafficking に関するメカニズムの解析お

よび成熟神経細胞での RNAi を用いた解析系の確

立する。生体に近い環境下でのシナプス動態の観察

及びカルシウムチャネル分子の機能を解析する。培

養細胞を用いたより簡便なスクリーニング系の開発

する。 

3) 単粒子解析法を動的な分子構造変化に適応できる

ように開発・改良を行う。改良 X 線溶液散乱によ

る散乱曲線から、タンパク質分子の形状データを推

定するため、逆散乱問題を制約条件下で解くアルゴ

リズムを研究する。新型偏光顕微鏡を用いた成長円

錐の運動機構の解析を成長円錐のアクチン関連タン

パク質の動態解析で行う。超解像光学顕微鏡試作機

の性能評価、改良を進める。脳活動の非侵襲的計測

法を改良する。 

4) ヒト22番染色体の配列を対象にヒトゲノム配列中

の特定の区画が遺伝子である可能性の検定及び遺伝

子同定のための方法の開発を行う。原始紅藻の葉緑

体ゲノム DNA の全配列を決定し、記録されている

遺伝子配列等の情報を解析する。FFRP の立体構造

を解析し、これをもとに、DNA 認識機構を解析す

る。 

・脳における情報処理機構の解明について以下の研究

を行う。 

1) 運動学習中に、ニューロン活動を記録し、運動の

変化と活動との関係について検討する。 

2) 脳損傷回復モデル動物を使って、可塑性関連分子

の機能発現を調べる。 

3) 刺激のもつ複数の物理情報の統合や刺激情報への

意味付け（期待や報酬）プロセスを神経科学実験で

検証する。 

4) 脳の時間順序判断を知る研究では、サルに時間順

序判断を訓練し、判断を行動で表現できるようにな

ったら、脳内からニューロン活動を記録する。 

5) 脳の MRI データベースを引き続き整備する。開

発した運動検出方法の企業での利用を進める。 

・高次認知行動機能の研究について以下の研究を行う。 

1) 短期記憶・対連合・推論など認知機能に対する計

算論的モデルの妥当性を検証する。記憶に関わる脳

活動を fMRI によって計測し、特に海馬と記憶との

関わり合いについての研究を継続する。異種感覚間

相互作用の研究のため、光と音に対する、呈示時間

順序及び呈示場所に対して応答するように訓練した

サルの第1次視覚野と第1次聴覚野から単一細胞活動

を記録する。視覚情報処理の研究のため、色彩弁別

あるいは運動速度の弁別課題を訓練したサルの第１

次視覚野と第5(4)次視覚野から単一細胞活動の同時

記録を試みる。時間文脈情報を総合的に検討するた

めの課題を作成し、記憶における時間情報処理の神

経基盤を fMRI や PET などの非侵襲的脳機能計測

法を用いて同定する。 

2) 人の主観的味覚特性と脳活動の相関の解明、臭気

の順応過程およびその脳活動の解析や視覚情報処理

のダイナミックス解明のため、14年度に引き続き心

理実験と非侵襲計測実験を行う。知覚-運動反応の

MEG 計測を行い、空間情報の運動変換過程の解明

を目指す。複数色知覚時の色覚量のモデル化を目指

し、計算機実験による検証を行う。嗅覚検査法の実

用化研究及び嗅覚同定能力 DB の構築する。 

・脳情報工学について以下の研究を行う。 

1) 学習過程の数理的理解のために、複素ニューラル

ネットや混合分布モデルに関して特異解に起因した

学習アルゴリズムの収束性や汎化に関する性質を調

べる。また、幾何学的な手法を用いて、学習アルゴ

リズムを統一的に扱う枠組みを構築し、汎化能力や

収束性のよいアルゴリズムを提案する。さらに、因

子分解法や3次元自己回帰モデルを用いて、よりロ

バストな3次元復元や不変特徴抽出に関する検討を

行う。 

2) 自己組織化におけるトップダウン情報の利用法と

して、組み合わせ構造を持つ確率モデルの隠れ変数

に着目した構築法と近似手法に関する研究を行う。

また、クラスタ例からの学習の枠組みを発展させる

とともに、順序構造をもつデータに対する学習手法

の構築を行う。 
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3) 部分的に隠れを含む画像に対してもロバストな認

識手法を画像中の顔の検出に応用し、画像中からサ

ングラスなどで一部が隠された顔も検出可能な顔検

出手法を開発する。また、多項ロジットモデルをベ

ースにした手法を画像中の人の検出に応用し、汎化

性能を評価する。 

4) 独立成分分析を用いた「見え」からの拡散／鏡面

反射の分離について、ハーフミラープリズムを用い

た二台のカメラによる同時観測システムを完成させ

る。これにより、準実時間的な分離システムの実現

を目指す。また、カラー画像の分離システムについ

ても、試作する。 

5) ロボットの見えの情報と位置の情報を統合した場

所細胞のモデルを用いて、場所細胞の見えの情報か

ら自分の位置を同定し、自律移動ロボットをナビゲ

ーションする方法を開発する。 

6) プロンプター状の手話会話記録装置を用いて、ネ

イティブの手話会話を記録し、データベース化する。

顔領域と顔部品の検出追跡手法としてテンプレート

マッチング、オプティカルフロー、各種フィルター

等の 適化を検討する。また、WWW サイト「手

話認識研究ポータルサイト」について、 新の情報

発信を維持継続する。 

7) 触覚などの感覚チャンネルについて、言語の発達

ダイナミクスとの比較を行なう。幼児歩行器による

自由度の制限を用いて、ヒューマノイドロボットの

boucing behavior についての研究を行う。また、

ロボットの頭部や、記憶モデル、CG による頭部を

含む、読唇学習の 初のプロトタイプを提案する。 

(4) 分野融合的課題 

【中期計画(参考)】 

・神経突起伸長因子等を用いて神経回路を再接続する

技術を開発する。また、神経電極、人工筋肉等に必

須なモノリシックデバイスの実現に資することを目

的として情報認識変換分子システムを開発する。 

《平成15年度計画》 

・神経回路再接続技術を開発する観点から、ニューロ

クレシン等の蛋白質の活性部位を従来蛋白質の3分

の1以下に低分子化し応用可能性を拡大する。また、

これらの蛋白質が生理的にも重要な分子であること

を分泌機構や発現制御機構の観点から明らかにする。

シナプス機能を制御する観点から長期増強誘導因子

などの機能制御因子の発見とその解析に注力する。

双方向の回路接続技術を確立するため筋知覚神経の

成長因子を同定する。また、生きた動物個体での神

経機能因子を解析するシステムを開発する。 

・神経再接続技術に資する細胞機能操作技術を確立す

る観点から、神経機能可視化技術の開発を目指して、

神経栄養因子やプロスタグランジン等の複数の神経

機能関連蛋白質に関するマルチ動態解析を行う。特

に長時間に渡る転写活性の変化などを生きた細胞の

まま解析する技術を確立する。また、翻訳後修飾等

の細胞内情報を可視的に捉える細胞機能解析用発

光・蛍光融合型光分子プローブを実用化する。 

・前年度に引き続きカラムナー液晶における液晶分子

動態や構造と液晶性との相関を解明するとともに、

電荷移動度の検討を行う。また、光など外部刺激に

応答して電子物性をスイッチ可能な材料の検討も行

う。フレキシブルデバイス技術に関連したモノリシ

ック機能実装技術として赤外レーザ光による液晶配

向制御技術を他の液晶材料系にも展開、かつ、簡単

な100ミクロンサイズの配向構造を持つ光重合フィ

ルムを作製する。 

・人工筋肉開発においては、高機能高分子アクチュエ

ーターの応用範囲を広げるため、ロボット歩行系の

制御や微細加工アクチュエーターの開発に関わる研

究を進める。コントロールドリリース機能を有する

スマートカプセルを多種開発し、平成14年度開発し

たものにくらべて10倍以上大きな分子を包含できる

新規材料を開発する。パターン化脂質2重膜システ

ムの安定化を進め生体分子を導入する技術的基盤を

確立する。表面プラズモン蛍光装置の細胞機能測定

システムへの応用を図る。クラウン環を有するデン

ドリマーの外部環境による協同的構造制御システム

を開発する。 

 

１－２．医工学・福祉分野 

 高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実現

のために、医工学・福祉分野では、臓器移植に代わる

新たな治療技術としての生体機能代替技術、診断・治

療に伴う患者の身体的負担の軽減をめざした医療診

断・治療支援機器開発技術、高齢者・障害者の活発な

社会参加と自立を実現する福祉機器開発技術、多様な

生活者ニーズに対応したユニバーサルな製品・環境を

創出するための生体ストレス・人間特性計測応用技術、

及びこれらに共通的な技術課題の研究開発を推進する

ため、各項目の中期計画に対して、平成15年度は以下

の研究開発を行う。 

(1) 生体機能代替技術 

【中期計画（参考）】 

・細胞の三次元培養技術を用いて、軟骨・靱帯、骨、

血管等の組織を再構築する再生技術を開発し、これ

らデバイスを用いた臨床治験を行う。また、動物実

験代替用等の検査用組織デバイスを開発する。 

《平成15年度計画》 

・ヒト骨細胞の培養と臨床応用の技術開発を進める。

骨と軟骨の同時再生の基礎検討に着手する。間葉系

幹細胞の組織培養に関するバリデーション技術の確

立を目指す。神経幹細胞については、長期培養を行

い、効率よく大量に取得する技術の基盤を確立する。
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幹細胞の取得と各種組織への分化誘導技術の開発の

ため、分化誘導に関わる遺伝子群の同定とその相関

関係の解明を目指す。ナノテクノロジーの応用を図

り、1分子の遺伝子操作を細胞内で行う技術の開発

も進める。臭覚細胞のレセプタ・細胞機能の計測・

制御技術について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・品質管理に優れた人工物を用いた体内埋込み型の生

体機能代替システムとして、動物実験において3ヶ

月以上連続使用可能な遠心型人工心臓、埋込型イン

スリン注入システム等を実現するための要素技術を

開発する。また、共通基盤的技術として、生体適合

材料に関する適合性評価試験法に資する標準情報を

提供する。 

《平成15年度計画》 

・人工心臓の機構の研究では、一点接触型遠心ポンプ

に関して、体外式の補助循環ポンプとしての製品化

を進める。非接触駆動の動圧浮上遠心ポンプに関し

て、数値解析を活用して改良設計を重ね、動物実験

における血栓形成の問題を解決する。また、小型を

特長とする磁気浮上ポンプに対し、遠心式と軸流式

を性能比較し選別する。 

・血液適合性評価の研究では、溶血模擬血液の粒子径

の精密調整を行い、感度を上げるとともに、新材料

の導入も検討する。またチタン製人工臓器の抗血栓

性を向上させる表面処理と細胞接着因子の検討を行

う。また、インスリン注入システムの研究では光学

式血糖値センサに特化し、生体に近いファントムモ

デルを作成し、温度および散乱変化を補正するアル

ゴリズムを適用した場合の実用的なグルコース濃度

推定精度を検討する。また、実際に人体皮膚を対象

とした測定を行うための試作機の作成を開始する。 

・クラスタ中心の追跡によりスパイク分離精度が向上

することを、実データを用いた情報量解析によって

立証する。運動野損傷による前肢運動障害及びその

回復と大脳皮質機能再編成の関係を明らかにする。

また、このような関係を、脳虚血モデルと選択反応

時間タスクを用いて、定量的に解明する。さらに、

加齢やストレスが影響するワーキングメモリーや情

動記憶の基本的な神経特性について、辺縁系－前頭

前野－錐体外路を対象として研究する。前頭前野で

の海馬情報の統合機構と、前頭前野の錐体外路系機

能への調節様式を、神経と行動レベルで解析する。 

(2) 医療診断・治療支援機器開発技術  

【中期計画（参考）】 

・画像誘導型の低侵襲手術支援システムの要素技術を

確立し、医学系機関との連携して画像誘導型の低侵

襲医療システムを開発し、臨床試験に供する。 

《平成15年度計画》 

・内視鏡の高度化の研究として、MRI 対応直視鏡を

MRI 手術室で臨床試験する。さらに、ロボット装

着に適した MRI 対応内視鏡として、回転自由度を

必要とする斜視鏡を試作し、光軸方向の内視鏡本体

による隠蔽部分低減を目指す。 

・MRI 画像誘導ロボットシステムの研究として、6軸

パラレルリンク機構によるロボットシステムの

MRI 対応性を検証する。また、斜視鏡に対応した

MRI 対応内視鏡把持ロボット試作機を完成させ、

試運転する。さらに、MRI 画像から内視鏡位置指

示を行うソフトウェアの開発、およびネット対応の

手術情報ログシステムの構築する。 

・軟組織の変形解明に関する研究として、複数層の針

通過時の検知、手で持って穿刺した場合も検出可能

か実験的に明らかにする。 

・複合脳内計測プローブの要素技術のさらなる高度化、

複合化を進めると共に、その有効性の検証を行う。 

また、熱弾性応力測定法を用いた実験では、表面応

力のデータ収集を継続すると共に、内部の力学的条

件および臨床成績との関連についてもさらなる考察

を進める。脳へらプローブについては、各種手術器

具への適用を目指し、微小測定面での計測方法を検

討する。近赤外光 CT 用ファントムの作製、検討を

行い、TR 案を作成する。また、近赤外光計測に使

用可能な、光学特性可変ファントムの開発を行う。

前年度に開発した3次元型アルゴリズムを使い、実

際のファントム測定データを利用した画像再構成を

行い、アルゴリズムの妥当性の検討と改良を行う。 

・3次元拡散強調撮像法の実用化を目指し、動物実験

により疾患検出、脳機能計測を行い、医用計測にお

ける有用性を評価する。また、3次元超高速撮像法

の開発としては、本提案手法を基本原理とする2次

元超高速撮像法の実用化を推進する。さらに、超偏

極 MRI 技術を実験動物へ適用し、組織機能の描出

能や検出感度に関して評価する。 

・前年度に作製した鼻内手術操作訓練用模型システム

の二次試作を行い、操作実験を行う。また、顕微内

視鏡により繊毛波動と繊毛輸送能を同時に記録した

画像を解析し、繊毛機能判定画像処理アルゴリズム

を開発する。さらに、両眼立体視の有無に伴う操作

パフォーマンスと疲労の影響を評価し、内視鏡操作

の評価実験プロトコルの設計指針を得る。 

【中期計画（参考）】 

・ 分子レベルの機能を画像化及びスペクトル分析す

るための次世代型高次生体機能計測装置の要素技術、

及び生体組織の構造と機能を評価するための解析手

法を開発する。 

《平成15年度計画》 

・リアルタイム fMRI の開発では、体動による画像ド

リフトの補正、各種操作用インターフェイスの改良、

データの標準化、動態解析ツールの追加などを行な
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うと共に、認知運動課題実行中において、特に、高

次機能をつかさどる領域がどのような時間的重みを

持って活動するかを検証する。リアルタイム fMRI
計測システムのパッケージとして高度医療の現場で

のテストを開始する。グリッド技術を導入し、シス

テムを WAN のレベルで運用可能にする。言語（コ

ミュニケーション）・運動機能の脳内過程の研究に

おいては、日本語の文字の産出機構における視覚情

報の役割をさらに詳細に解明する。また、音韻処理

の中枢の活動を調べ、言語の聴覚理解における右前

頭葉の役割を解明する。 

・MEG 計測技術等で蓄積してきた五感計測の技術を

一層発展させ、「五感情報通信」を基本原理とする

バイオメディカル・コミュニケーション研究の方向

に大きく展開させる基盤を整える。このため、五感

のセンシング・情報変換部分を基本に担当するグル

ープと、五感の情報伝達・通信分野に基本をおくグ

ループを編成する。前者では遺伝子レベル、細胞・

分子レベルから五感のセンシング原理を探求し、神

経ネットワーク系に伝達される情報通信部分を明ら

かにし、後者では、脳の中枢制御系のような複雑系

の基本原理解明を行い、五感の大容量高速情報通信

を具体化して暮らしや医療・ヘルスケアに適用する

技術までも視野においた研究開発を目指す。 

・引き続き、臨床におけるデータ収集・解析を行う。

特に、平成14年度に試作した超音波プローブによる

加圧装置は、肝炎、肝硬変などの組織の繊維化を伴

う疾患の定量診断に有効であることが期待されるが、

装置評価に必要十分な症例数の収集を図る。 

・1H/129Xe2チャンネルの同期システムを完成させ

るとともに、偏極ガス供給回路およびガス混合条件

の改良を行なう。連続フローガスを用いたイメージ

ングを実現するためのパルスシーケンスを開発し、

偏極ガスによる連続イメージングを実現する。また、

マイクロイメージング用のファントムを作成し、測

定対象物における偏極ガスの拡散過程における問題

点を検討する。 

・神経細胞間の情報伝達の分子メカニズムの機能イメ

ージング技術確立を基に、平成15年度はその集合体

としての神経回路システム全体の機能調節を画像化

し、分子?細胞レベルでの機能イメージングとオー

バーラップさせながら個体レベルでの機能評価に展

開させる。 

・平成14年度に引き続き、治験支援産業創生先端技術

センターについて、共同研究施設の整備を実施する。 

(3) 福祉機器開発技術  

【中期計画（参考）】 

・情報技術及びメカトロニクス技術を用いて在宅用多

自由度下肢リハビリ訓練機器を開発し、生活場面に

おける妥当性を検証する。また、高度難聴者を対象

とした超音波補聴器等の開発を進める。 

《平成15年度計画》 

・前年度に試作した6自由度関節訓練機構について、

健常な被験者を用いて足関節底屈・背屈動作実験を

行い、動作精度等の検証を行う。高齢者の下肢機能

障害の原因となる疾病等およびそれによって発生し

うる症状を列挙し、6自由度関節訓練機構で実現さ

れた訓練動作により改善が期待されるものを抽出す

る。ここから在宅用機構がターゲットとすべき自由

度を絞り込む。6自由度関節訓練機構をベースに、

抽出された自由度を実現する在宅用機構の設計、試

作を行う。 

・生体信号を利用したインタフェース技術を、障害者

用の環境制御装置、ポインティングデバイス、食事

支援システムなどへ展開し、それぞれのシステムで

95%以上の操作精度を実現する。 

・音声信号処理機能の 適化を進める。音声信号処理

回路はデジタル方式で、その処理パラメータが容易

に可変可能になるように設計する。また、携帯が可

能になるように、骨導振動子およびその駆動回路の

適化を行い、小型化を図る。また、骨導超音波振

動子の固定具（ヘッドギア）の人間工学的観点から

の 適化を進める。これらの音声信号処理方式や振

動子固定具の特許申請、骨導超音波補聴器に関連し

た技術移転についての検討を行う。 

【中期計画（参考）】 

・福祉用具使用時の動作負担について計測技術を確立

し、動作負担データベースを構築する。さらに、運

動機能回復訓練機器等の福祉用具の人体適合性評価

手法を提案する。 

《平成15年度計画》 

・システム全体を整備し、ユーザーインターフェース

部分の使い勝手を向上させるなど、システムの実用

化へ向けてのプロトタイプシステムの構築を行う。 

・寝たきり予防訓練装置プロトタイプについて健常人

を対象に使用し、長期的な訓練効果を検討するとと

もに、運動機能評価装置としての性能を評価する。 

・空間評価のための行動モデル化と行動評価技術とし

ては、バーチャルヒューマン用動作時系列データを

データベース化するとともに、リーチング動作に関

してバーチャルヒューマンによる動作生成の精度を

数値化する。 

(4) 生体ストレス・人間特性計測応用技術  

【中期計画（参考）】 

・環境ストレスに対する生体防御メカニズムを分子・

細胞レベルから個体レベルで解明するとともに、ス

トレス物質をオンチップで検出する技術及び生体ス

トレス傷害の計測技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・多種多様なストレスに対する生体の応答の解明、お
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よびストレスによる傷害を防御する方法の開発に向

けてさらに研究を発展させる。特に培養細胞、実験

動物を用いた研究を進める。 

・ストレス計測・評価については、 適化できた各種

デバイスを用いて実試料による実証評価を行う。技

術課題を抽出し、現場計測を可能にする LabChip
研究戦略の構築を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・日常生活行動を計測するためのウェアラブル・セン

シング技術を開発する。高齢者等の動作特性及び感

覚特性に関する計測法を開発し、外部関連機関と連

携して人間特性データベースの構築を行うとともに、

情報環境における人間の注意・認知機構の解明を通

じて人間の認知行動モデルを構築する。さらに、人

間特性に基づく製品適合性評価方法を開発し、環境

設計等に資する標準情報を提案する。 

《平成15年度計画》 

・開発したヒヤリ・ハット計測手法を実現するウェア

ラブル計測装置を開発し、実場面に近い環境での評

価を行う。 

・ストレス状態や疲労状態を、日常生活行動の長期蓄

積情報を用いて評価する手法の開発を行う。 

・開発した経路選択モデルの改良を進め、実場面に近

い環境で予測性能を評価する。 

・時間制約などの心的ストレスが、認知特性に与える

影響および年齢効果について検討する。 

・動物実験を開始し、驚愕や拘束などのストレス下に

おける心臓循環器系・自律神経系の活動を調べ、ス

トレス応答モデルの開発を試みる。 

・ストレスと睡眠の関連性を明らかにするために、温

熱条件・年齢などが睡眠へ与える影響を明らかにす

る。 

・高齢者感覚特性の知的基盤の確立と環境評価設計手

法の開発を目指し、知的基盤の確立については、有

効視野計測システムの整備、高周波領域の 小可聴

閾と不快度のデータ収集、低周波音の不快度・許容

度のデータベース化、温冷覚、痛覚等の局所温熱特

性のデータ収集を行う。さらに、それぞれ国内外の

標準化に向けた活動を行う。 

・環境評価設計手法の開発に関して、安全性、快適性

の評価手法の開発とその統合としてのセンソリーバ

ーチャルヒューマンの開発に着手する。その要素と

して、オプチカルフローによる空間把握の定量化、

高齢者の冷暖房環境の評価法、視覚障害者のための

聴覚による障害物知覚の訓練技術等を開発する。 

・住生活における製品適合性の向上を目指し、前年度

に試作した計測装置を用いて生活行動や触知覚特性

を計測し、製品環境のユーザビリティ評価のための

基礎的なデータを収集する。 

・データベースの利用性を向上させるために、物理的

な計測データから意味が理解しやすい状態表現に変

換するなどのデータ加工方法を開発する。また、運

転者の内部モードの推定を目的とした運転行動のモ

デリングを行う。具体的には、動的ベイジアンネッ

トワークに運転者の内的モードを表す潜在変数を含

めることによって、詳細な確率モデルを構成する。 

・高齢者を含むユーザの視環境中の視覚情報を認知す

る際の注意の働きを、選択意図による制御と経験に

基づく制御の側面から高齢者の特性を明らかにし、

得られた知見をガイドラインの基本特性として整理

する。さらに、行動指標と生理的な反応指標から注

意状態を推定する技術を確立する。 

・情報発信型ウェブサイト（数万ページ）にウェブ認

知ウォークスルーを適用し、ユーザビリティにおけ

る問題点の発見、問題の解決を行う方法を開発する。

語彙データベースに基づいてウェブコンテンツを評

価するための評価関数の改善を行い、実在するウェ

ブページに対してより適切な指標を得るための技術

を開発する。 

・入力系としては把持力をインタフェースとして利用

するための特徴抽出を行う。出力系としては、力覚

形状呈示における視覚の影響を実験的に計測する。

対話系としては、仮想対話行動における視線理解の

変化に自己像表示が及ぼす影響を測定する。 

 

２．経済社会の新生の基礎となる高度情報化社会の実現  

 高性能化する情報通信環境を活用して、時間や場所

の制約を受けずに、必要とする情報・知識を誰もが自

由自在に創造、流通、共有できる高度な情報通信社会

の実現を目指しヒューマンインターフェース技術、ど

こでも安全に繋がる情報ネットワーク技術を追求する

ネットワーク関連技術、膨大な情報の処理を容易に行

う高度コンピューティング技術、またそれらの元とな

る情報化基盤技術を中心に、さらに人間にとってそれ

らが使い易いものになるように、以下の研究開発を行

う。 

(1) ヒューマンインターフェース技術 

 高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるように、

情報システムが人間の表現を読みとり人間に合わせ

る技術、知能情報技術と実世界に働きかけるシステ

ムとの融合技術、位置と状況に基づく次世代個人通

信システム技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・人が生活する空間で人と安全に共存し、人に物理的

サービスおよび心理的サービスを提供する知能シス

テムの実現を目的として、人間共存ロボット技術と

自律化技術の開発を行う。また、ウエアラブルコン

ピュータ等、 新の IT 技術を駆使した情報システ

ムにアクセスする方法を、視覚、音声等を用いて容

易にする次世代のヒューマンインタフェース技術を
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開発する。 

《平成15年度計画》 

・ユビキタスステレオビジョンの処理速度、精度向上

を引き続き行うとともに、より具体的なアプリケー

ション上での実験と、学習・認識手法の開発を行う。

Weavy については、パーソナルポジショニングシ

ステム、ハンドジェスチャシステム等の機能の実用

化と改良を進め、同時にセンサの高度化を図る。複

数のメンタルコミットロボットを製作し、医療機関、

高齢者向け施設、個人などを対象として、長期間の

共生実験を始める。没入型3次元ディスプレイの高

精彩化と3次元コンテンツ操作ツールの改良、およ

びコンテンツ開発のための形状計測技術の開発を行

う。音声聴覚及び分類学習に関する研究では、これ

まで蓄積した基礎的な成果の実応用への適用を開始

する。 

・産総研コンソーシアム「ALTAC」を引き続き運営

し、先進飛行船の応用分野の開拓を図る。NEDO
プロジェクトにおいて、無人動力気球による世界初

の成層圏定点滞空飛行を目指す。 

・地域新生コンソーシアムにおいて参加各社の開発し

たデバイスを試作車に搭載し、総合実験を行って各

デバイスおよびシステムとしての評価を行う。

NEDO プロジェクトにおいて車車間通信を活用し

た高齢者の運転支援に関する手法の開発を実車実験

により進める。 

・屋外不定形物体操作技術についてはこれまでに開発

した環境計測手法が天候などの変化によらず有効に

利用できることを検証する。パケット動作の性能を

モデルに基づいて解析する。人道的対人地雷撤去技

術においては、低圧タイヤを用いた時の接地圧分布

を計測し、またタイヤの半径程度の凹凸地走行性能

を目指す。自律型無人ヘリコプターに関連しては姿

勢制御システムを開発して飛行の基盤を確立し、野

外飛行、定点ホバリングを安定に実現する。 

・屋外作業で必要とされるロバスト性を持った技術に

ついてシーズ・ニーズの探索を行う。 

・蛋白質結晶の操作システムの自動化を進める。透明

結晶体に適合した全焦点画像システムの出力を処理

して立体情報を生成し、これに基づいてマイクロハ

ンドの駆動、把持を計画するアルゴリズムを開発す

る。光ファイバーを加工し、10nN 以下の分解能を

持つマイクロハンド用力センサを製作する。 

・自己組織型ロボットのモジュールにセンサ機能を追

加してセンサモジュールを製作する。センサモジュ

ールを利用した構造生成手法、運動制御手法を開発

する。モジュールの通信機能を改良して運動機能の

ロバスト性の向上を図る。 

・生物の持つ構造、機能、スキルなどを人工物へ応用

する観点から幅広い探索を行う。 

・ハンズフリー音声インターフェースについては、音

響・画像情報統合の枠組みをさらに発展させ、リア

ルタイムシステムの構築、他のモダリティの情報の

利用、動的環境への対応などについての研究を行う。

また、音韻モデルの環境適応などにより、音声認識

の実環境ロバスト性の向上に努める。非言語情報を

用いた音声インターフェース支援についても検討を

進め、音声補完以外の機能を開発する。上述のマル

チメディアインターフェースのロボットへの応用に

ついて検討し、実環境におけるロボットとのインタ

ーフェースの改善、及びこれを用いたロボットの制

御について検討する。音楽の構造理解に関する研究

を進め、音楽情景記述システム及びこれを用いたイ

ンターフェースを発展させる。 

【中期計画（参考）】 

・人間型ロボットの性能向上と新応用分野発掘に関わ

る研究を行い、ヒューマノイドロボット技術を開発

する。また、人の作業知能を情報システムにインプ

リメントし、より知的な作業システムを構築するた

めのタスクインテリジェンス技術を確立する。さら

に、3次元視覚システムの高度化の研究を行い、各

種産業における実用化技術を確立する。 

《平成15年度計画》 

・RT ミドルウェア研究開発に関しては、前年度の検

討に基づき、具体的な RT 要素モジュールの開発に

着手する。プラント点検ロボットシステムに関して

は、 終年度として総合評価実験を行う。プラント

保守ロボットシステムに関しては、目標とする作業

ベンチマークの検討ならびに作業技能の蓄積・再利

用統合システムの設計に着手する。これら作業技能

に共通する技術として、対人親和性の高い作業教示

手法の研究を進める。3次元視覚機能に関しては、

マルチカメラシステムによる3次元形状計測を人体

形状および動作の獲得に適用し、精度の評価を行う。

また、移動撮影における遠方物体を対象とした距離

計測の誤差評価を行い、高精度な手法を開発する。 

・滑り易い路面上の歩行、エネルギー効率の良い歩行、

転倒制御などのヒューマノイドの機能を高度化する

ための研究を行う。また、耐環境性向上を目指し、

防塵防滴処理が施されバッテリで長時間稼動するヒ

ューマノイドの研究を開始する。 

【中期計画（参考）】 

・誰でもどこでも高度な情報支援が受けられるという

社会において、情報弱者のサポート、プライバシー

の保護、情報洪水の解消を実現する知的情報サービ

スシステムの実現を目的として、状況依存通信ソフ

トウェア技術と位置による通信を用いた携帯端末・

インフラ技術と、電子データを構造化し有用な情報

をユーザの状況に応じて提供する技術を用いた、次

世代個人通信システムを開発する。 
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《平成15年度計画》 

・平成15年度より「位置に基づく通信技術の研究」と

して個人用携帯デバイスと通信するためのインフラ

（ハード並びにソフトウェアシステム）の研究開発

を行う。光通信ならびに電波による位置に基づく通

信技術を平行開発する。また、従来のアドレスに基

づく通信方式に代わり、位置を鍵としプライバシの

維持できる手法を開発する。 

・「個人用携帯デバイスの研究開発」では誰にでも訓

練なしに使える端末の研究開発を続行する。また、

この端末上でのユーザインタフェースの開発に着手

する。 

・意味に基づく情報検索については、一般公開による

実証実験を行ない、事業化の見通しを付ける。また、

トランスコーディングプロクシを通じて、この検索

サービスを産総研から恒常的に公開する。これらの

検索のログから具体的な市場動向等をマイニングす

る技術を開発する。携帯端末上の音声等のインタフ

ェースによる意味的検索や人ナビゲーションに関す

る研究を行なう。意味構造化をオーサリングに組み

込むことによってオーサリングのコストを低減しコ

ンテンツの品質を向上させるセマンティックオーサ

リングの技術を開発する。左記 GSK を通じてイン

テリジェントコンテンツを配布する体制を整えると

ともに、MPEG-7における国際標準化を達成する。 

・平成15年度から、「サービスコーディネィションア

ーキテクチャの研究」に着手する。これは、様々な

サービスを有機的に統合しユーザのおかれた状況に

応じて適切なサービスを提供するためのアーキテク

チャである。技術的には、1) 位置情報などを利用

してエージェント群を物理世界にグラウンディング

し、2) 時空間資源を認知的に再構成し、3) マルチ

エージェントの分散処理により柔軟なシステム構成

を 可 能 と す る も の で あ る 。 具 体 的 に は 、

CONSORTS アーキテクチャをさらに発展させ、サ

ービス提供の枠組み（インターフェィス、オントロ

ジー）を用意し様々なサービスエージェントが柔軟

に接続可能なアーキテクチャの提案・実装を行う。

また、ユーザ群のマクロな属性を利用した群ユーザ

支援について、テーマパーク・デマンドバス等を例

題に理論的解析を進める。 

(2) ネットワーク関連技術 

【中期計画（参考）】 

・情報システムを活用した行政情報へのアクセスが安

全かつ容易に行えるよう電子政府の実現に必要とさ

れる情報セキュリティ技術を研究する。そのために

組織運営とソフトウェア技術のバランスの取れた方

法を開発する。また、セキュリティホール（脆弱

性）の主要原因となりつつある、http を用いた不

正アクセスを防止する方法を研究し、モバイルコー

ドに対するセキュリティ技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・電子政府のセキュリティレベル向上のため、政府が

提供を本格化させる Web 上のサービスの安全性検

証を引き続き実施する。前年度に設計、開発したア

クセス制御機能の機能不全を検出・検証するシステ

ムを、電子政府や民間の Web アプリケーションに

対して使用し、この検出・検証システムの有効性を

評価する。 

・平成14年度に引き続き、内閣官房情報セキュリティ

対策推進室と連携しつつ、電子政府の情報セキュリ

ティレベルの向上について貢献を行う。この活動を

通じて得られた一般的な知見を整理して、とりまと

めを行う。暗号強度評価では、暗号技術を用いたプ

ロトコルの安全性評価の活動に積極的に寄与してい

く。暗号プロトコルの安全性評価において、具体的

には証明可能安全性の定式化、および安全性評価法

の確立を目指す。セキュリティ情報集約技術では、

セキュリティ情報サービスを利用したセキュア・オ

ープンソースシステム開発環境基盤の開発に着手す

る。暗号応用技術の電子透かし向け ID 符号化法、

復号法に関する研究では、安全な ID 符合化法、復

号法の結果をまとめる。 

・システム検証の数理的技法に関する事例研究と学術

研究を引き続き進め、この分野の総合的な研究活動

を展開する。事例研究に関しては、 

1) 数理的技法を用いた電力メータ組込ソフトウェア

開発の生産性向上、 

2) 法定計量へのソフトウェア検定の導入、 

3) 数理的技法を用いた車載ソフトウェア開発の生産

性向上、 

4) 鉄道信号システムの検証、 

5) 衛星制御ソフトウェアの検証などを展開する。 

学術研究に関しては 

1) 刺激応答型システムに関する抽象化の数理モデル

構築、 

2) 抽象化算法の開発、 

3) AC 木構造オートマトンの検証への応用などに取

り組む。 

(3) 高度コンピューティング技術 

 膨大な情報を高速に分析、処理して、それを蓄積

し、さらに検索する技術の実現を目的として、高度

コンピューティング技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・統計情報と物理計算の融合により、100残基級のタ

ンパク質立体構造について、サブマイクロ秒の挙動

を分子動力学法計算で、またサブミリ秒の挙動を知

識情報処理との融合による推定で、解析可能なシス

テムを開発する。大規模ゲノム配列からの遺伝子領

域と機能の予測を目的として、100Mb 級の配列の
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高精度な注釈付けが行える高速な配列情報解析シス

テムを開発する。タンパク質構造予測、ゲノム配列

解析については現状の100倍以上高速化する。細胞

内での遺伝子制御ネットワークや代謝ネットワーク

などの高速なモデリングを可能とするため、1000要

素級の細胞シミュレータ・システムを開発する。 

《平成15年度計画》 

・遺伝子予測システムを発展させ、選択的スプライシ

ングの網羅的発見を目指す。タンパク質配列空間の

適合地形を調べ、高速に有用性を高める手法を開発

する。 

・確率モデル上のカーネル法を含む様々な数理的手法

を研究し、生命情報科学の様々な分野に応用する。

確率モデルを用いた遺伝子領域予測法を様々なゲノ

ムデータに適用し、特定の機能を持つ遺伝子を発見

するための改良を加える。代謝及びシグナル伝達パ

スウェイのデータベースの整備を行う。 

・GPCR プロジェクト：リガンドーGPCR-G 蛋白質

の相関性から、G 蛋白質の結合選択性を予測する

プログラムを作成する。機能発現機構を理解するた

め、GPCR に特化した立体構造モデリングも考慮

する。SEVENS は上記情報に加え実験情報を取り

入れ整備する。 

・膜タンパク質構造、機能予測に関しては、膜タンパ

ク質の立体構造のデータベースを独自に再整理し、

βシート型の膜タンパク質に関する判別法等の研究

につなげる。 

・細胞内局在性予測に関して、小器官ごとの膜の特徴

量を利用し、局在性予測の方法を確立する。応用と

して糖転移酵素などをヒトゲノム配列から網羅的に

発見する。 

・選択的スプライスに関連して、前年度収集したデー

タを基にスプライス機構の知見を得る。また、選択

的スプライス産物と膜蛋白質の関係を明らかにする。 

・ゲノムワイドな立体構造帰属に関して、MISS 法を

ヒトゲノムの ORF 領域に適用し GeniusII に組み

込む。また、膜タンパク質構造の帰属も考慮する。 

・前年度までの成果を活かしつつ、スレディング法と

相同性モデリング法に関して2つの手法の統合的な

処理システムを完成させる。またアブイニシオ予測

との融合利用についてもある程度の指針をまとめる。

酵素活性部位データベースへの入力件数を増やし、

試験的公開を目指す。 

・S-system を用いた遺伝子制御ネットワーク推定技

術をブーリアンネットワークモデルまたはベイジア

ンネットワークなどの大規模ネットワークモデルと

組み合わせて mRNA 発現データから大規模な遺伝

子発現ネットワーク構造の推定を行う手法を開発す

る。 

・2D-PAGE に基づいたプロテオーム解析を総合的に

サポートするコンピュータシステムの完成度を高め、

公的サービスとして本格運用する。 

・細胞・組織内物質分布を網羅的にイメージングする

デバイスの開発を行い、基本アイディアの実証を行

う。 

・DNA メチル化の網羅的アッセイに必要な DNA チ

ップデザイン方法を確立するべく、情報科学的な研

究を実施する。またゲノム DNA 上のさまざま箇所

を同時に増幅するためのプライマー設計、合成に関

する基礎的な研究を実施する。 

・立体構造からの機能予測に関しても引き続きシステ

ム化を進め、酵素活性部位データベースの構築し、

公開を目指す。さらに機能部位の立体構造データベ

ース、相同タンパク質の立体構造変化部位データベ

ースの構築を目指す。また、分子動力学法計算を利

用した機能解析シミュレーションを行う。タンパク

質立体構造予測については、分子動力学法計算を用

いたアブイニシオ予測の開発、スレッディング法で

は、公開中の FOREST WWW を通じて国内外技術

の相互比較を行う。 

・タンパク質立体構造予測を目的とした構造認識法プ

ログラム FORTE の GUI を整備した Web システ

ムを公開する。更に、ベンチマークサーバ

LiveBench に参加し、予測精度の評価および競合

プログラムとの比較を通じてプログラムの改善を行

う。これに並行して、FORTE を中心モジュールと

したハイスループットモデリングシステム

FORTE-SUITE の完全自動化、および、これを用

いた応用研究（神経栄養因子タンパク質、セリンプ

ロテアーゼの立体構造予測）を遂行する。また、膜

タンパク質に関しては、GPCR を対象とした比較

モデリングシステムの開発とドーパミン受容体、嗅

覚受容体モデリングへの応用、リガンド結合予測の

ための多重リガンド結合解析システムの開発を行う。

既に開発が進んでいる、埋没ループモチーフ同定に

基づいた、チャネルおよび輸送型膜タンパク質予測

システム CLAMP については、Web サーバー公開

を目標とする。 

・多くの配列データから共通する部分配列モチーフを

発見するための効率的手法の開発を行う。また配列

データと、発現データや文献情報などを融合するこ

とにより臨床的な判断を診断に結びつけるシステム

のプロトタイプについて検討する。 

【中期計画（参考）】 

・科学・工学・社会において飛躍的に増大した情報量

を処理できる情報インフラの実現と、実際の産業活

動における大規模科学技術計算として生産・加工・

設計・製造等の産業基盤での利用に向けて、並列・

分散環境での高性能計算機システム利用技術の普及、

新たなビジネスモデルの創成、世界的な中核研究拠
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点となることを目的として、コンピューティング技

術と通信ネットワーク技術との融合を図るための技

術を開発し、世界的な標準化構築のための技術を開

発する。 

《平成15年度計画》 

・GridRPC システムの開発では、Ninf-G で顕在化し

た低い通信性能の効率化、オーバヘッド削減など目

標に、システム全体の見直しを行い、複数のサーバ

を利用したアプリケーション実行機能を追加した

Ninf-G2の開発を行うとともに、GridRPC の API
の国際標準化を進める。また、グリッド上のデータ

並列処理に対応するため、通信遅延を考慮した高性

能通信およびインターオペラブル通信を実現するた

めに TCP/IP レベル、MPI ライブラリレベルでの

通信ライブラリ（GridMPI）を開発する。さらに、

開発したミドルウェアを実証するために、産総研内

のアプリケーションに展開を図るとともに、

ApGrid のテストベッドの運用を通して、ミドルウ

ェアの改良を進める。 

・並列分散・組込・実時間 Java の開発については、

ART-Linux 上での動作と実時間性能の検証改善を

行う。実時間 Linux 向き組込用並列分散計算シス

テムの実現に関して、リアルタイムイーサネットは、

プロトコルを完成し性能向上の改善を行う。リアル

タイム MPI は、リアルタイム機能の詳細指定を実

装すると共に、ヒューマノイドロボットのコントロ

ーラでの実証実験を行う。 

(4) 情報化基盤技術 

 今後ますます増大する情報通信技術の高度化のニ

ーズに対応し、技術の発展を維持していくため、次

世代半導体技術、デバイス技術、ソフトウェア技術

等の共通基盤技術を開発するのと同時に、萌芽的な

研究課題の発掘、発信を行う。 

【中期計画（参考）】 

・強相関電子の概念を中核とした、革新的な電子技術

を創成し、新科学技術分野創成をするような独創的

成果を挙げることを目的に、強相関電子系相制御技

術、超格子物質・接合作製技術、極限スピン計測技

術、強相関デバイスプロセス要素技術、強相関フォ

トニクス物質、量子位相制御理論、などの強相関電

子技術の基礎を解明する。これによって、世界の学

界・産業界に向けて強相関電子技術の学理的成果の

発信を行うとともに、強相関電子技術開発における

現実的課題を解明する。 

《平成15年度計画》 

・秩序化したペロブスカイト型マンガン酸化物

LnBaMn2O6のおいて電荷・軌道秩序と強磁性金属

相の競合に基づいた相制御を実現し、特に室温近傍

での電場・磁場・光による相スイッチング機能を探

索する。 

・ペロブスカイト型マンガン酸化物での臨界相制御に

おいて、ミクロ相分離相としての電荷・軌道・スピ

ングラス状態から、強磁性金属相あるいは長距離電

荷・軌道秩序相への、電子の「融解」あるいは「結

晶化」過程を、高圧下・磁場下での交流磁化測定、

X 線散乱、ラマン散乱測定によって明らかにする。 

・電荷移動と電子格子相互作用に基づく強誘電性を示

す有機パイ電子系錯体結晶（中性－イオン性転移系

など）について、臨界相制御の観点から、高圧化で

の X 線構造解析や誘電特性の測定を行い、また、

化学修飾、キャリヤー注入、不純物導入による電子

伝導的機能化とリラクサー特性の発現・機能解明を

果たす。 

・有機薄膜電界効果トランジスタ（FET）素子にお

いて光・磁場に応答する伝導機能を探索する。また

有機モット絶縁体単結晶を用いた電界効果トランジ

スタ（FET）の構築を試みる。 

・軌道放射光を用いた、高圧（15GPa）低温（10K
以下）での構造解析が可能な測定系の構築（フォト

ンファクトリーBL1A において）を行い、臨界相制

御研究の強力な実験手段を提供する。 

・他チームとの協力関係のもと、整備した圧力装置群

を用いて物質横断的に量子臨界相を創成し、新規な

量子物性を開拓する努力をさらに継続する。同時に

量子臨界相の基礎学理を究明する。 

・平成14年度に発見した新規現象である乱れを含む量

子スピン液体の磁場誘起相転移の全貌を解明するた

めの検討を行う。 

・プロセス・デバイス構造の検討をさらに進め、エキ

ゾチック電子材料を用いた FET 構成技術の向上を

図る。同時に、これまでの技術的蓄積をフルに活用

して、物質横断的に酸化物・硫化物・分子性結晶な

どをベースとした FET デバイス構造を作製し、動

作させる。その過程で、電界誘起モット転移（絶縁

体－金属転移）、超伝導、強磁性ごとのプロトタイ

プについて現象発見について検討する。 

・様々なモット絶縁体において、光キャリアドーピン

グによって誘起される絶縁体?金属転移の探索を進

める。 

・電荷整列相と強磁性金属相の相境界にあるマンガン

酸化物において、光誘起絶縁体?金属転移を探索す

る。 

・モット絶縁体に関して光励起状態の緩和のダイナミ

クスをバンド絶縁体のそれと比較し、超高速緩和に

対するスピン系の寄与を明らかにする。 

・様々な強磁性体についてフェムト秒光磁気カー効果

の測定を行い、強磁性体における超高速スピンダイ

ナミクスの機構の解明を目指す。 

・有機電荷移動錯体において観測された、電子－格子

結合系の集団的コヒーレント振動現象を、パルス列



資 料 

(874) 

励起によって、増幅、抑制するなどの制御（コヒー

レントコントロール）を試みる。また、二次転移的

振る舞いを示す系など、TTF-CA の誘導体へ対象

広げ、新たな動的現象の探索を開始する。 

・強磁性体と絶縁体の原子平坦界面における空間反転

対象性の破れに起因する非線形磁気光学効果を用い

て、様々な材料の組み合わせで界面における磁化を

選択的に観測し、界面磁性プローブとしての手法を

確立する。本手法を用いて、界面における強磁性秩

序の擾乱を引き起こす要因を明らかにし、スピント

ンネル接合などに好適な材料の選択指針を示すと共

に、強靱な界面磁性をデモンストレーションする。 

・K2NiF4型層状ペロブスカイト型酸化物について、

同一結晶構造の基板との界面におけるエピタキシャ

ル安定化を活用し、通常の条件ではバルク試料の合

成不可能な化合物を単結晶薄膜として具現化する研

究をさらに発展させる。具体的には、B サイトをす

でに成功した Cu、Ti、V から Cr や Mn へと系を

拡張し、低次元モット絶縁体の電子構造を系統的に

明らかにするとともに、金属・絶縁体転移、超伝導

や強磁性などの物性開拓を試みる。 

・超構造チームで開発した界面電子状態制御技術を活

用し、デバイスチームや物性チームと協力して強相

関トンネル接合や強相関電界効果デバイスを構築す

る。 

・強相関デバイスプロセス要素技術に関し、以下の研

究開発を進める。 

1) 標準プロセス技術では、新たに遷移金属酸化物系

ランプエッジ構造プロセス技術を開発する。アドバ

ンストプロセス技術では、電子ビーム直接描画技術

による遷移金属酸化物系サブミクロンデバイスのプ

ロセス技術を開発する。 

2) 強相関デバイスの研究については、トンネルデバ

イスでは界面制御技術の高度化によりスピントンネ

ル接合特性の高品質化を進め、トンネルスペクトロ

スコピーの確立を目指す。電界効果デバイスでは、

遷移金属酸化物系スピン FET 素子構造の設計・試

作を行うとともに、新たに強相関 FET 相制御デバ

イスの試作を行う。さらに、スピン注入デバイスで

は、金属系電極をもつスピン注入型有機デバイスの

作製を行い、基本動作の評価・動作原理の解明を図

るとともに、遷移金属酸化物系電極をもつスピン注

入型有機デバイスを試作する。 

・磁性と電気伝導の結合を用いた新規な機能を理論的

に開拓する。例えば、電流による磁化反転、電場に

よるスピン分別器、巨大電気・磁気効果の設計、磁

気カイラル効果の第一原理バンド計算、などについ

て検討する。 

・t2g 電子系における軌道自由度の研究を進め、ヤー

ン・テラー効果の定量的評価、複素軌道秩序や量子

軌道液体の探索を行う。 

・マンガン酸化物における電荷秩序（CO）と CMR
に関して、層間にフラストレーションが発生する2-

1-4系における CO の2次元および3次元秩序の研究、

及び多重臨界現象の動的性質とランダムネスの効果

について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・特性寸法70nm 以下の極微細トランジスタおよびそ

の集積化に必要な新材料（高、低誘電率絶縁膜、電

極）・プロセス技術、それらの計測解析技術、要素

デバイス構造ならびに回路構成技術等について、関

連する基礎現象の解明も含めて開発する。 

《平成15年度計画》 

・High-k トランジスタのレファレンスとして、短チ

ャンネル（ゲート長100nm）の poly-Si ゲート

MOSFET の作製・評価を行う。 

・HfO2をベースに Al、N を添加した High-k ゲート

絶縁膜材料とその形成プロセスを開発し、耐熱性向

上と信頼性向上を図る。メタルゲート電極による仕

事関数制御を行い、短チャンネル CMOS ゲートス

タックの特性解析により、移動度劣化機構を明らか

にして、その解決策を示す。 

・ポーラス材料の開発と構造・化学結合状態の評価技

術の開発により、比誘電率 k=2.0、リーク電流10-

8A/c?以下の Low-k 材料を開発する。エッチングや

CVD 時の空孔内への分子の拡散や空孔壁との相互

作用など、プロセスインテグレーション上、問題と

なる現象を解明し、制御法を開発して配線モジュー

ルプロセス開発へ展開を図る。Low-k 膜の密度や

空孔径分布、膜の密着性並びに機械強度など、ポー

ラス材料や Low-k インテグレーションプロセスの

新しい分析技術を確立し、材料開発やプロセスイン

テグレーション開発に適用する。材料の機械強度や

摩擦力計測と CMP プロセス耐性との関係を定量的

に解明し、CMP 技術を高度化する。 

・300mm ウェーハ対応の顕微 EUPS 分析を可能にす

る磁気ボトル構造と、長時間連続運転できる

EUPS プラズマ光源を開発する。 
・プラズマ光源の高い変換効率とデブリフリーを同時

に実現するため、プラズマ源となる錫微粒子群の発

生・輸送手法を開発し、イオンを含む汚染源の数桁

以上の抑制法を開発する。 

・平成14年度に開発した CD-AFM 装置により、パタ

ーン寸法計測精度0.8nm を達成する。 

・インプリント法については、平成14年度に開発した

ステップアンドリピート装置により300ミリウエー

ハ全面へのパターン形成を行い、パターン精度や欠

陥発生、モールドの耐久性や精度劣化機構を明らか

にし、実用化のメドを立てる。 

・DUV レーザ光出力100mW を達成し、装置メーカ
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等と共同で65nm ノード対応のマスク検査試作機に

適用する。また、センサーも、専用ドライブ回路で

基本動作を確認し、上記検査試作機に適用して性能

評価を行なう。 

・不純物原子を含む Si クラスターを Si 表面へ供給し、

表面後処理を行うことによって、安定な極浅接合形

成が可能なことを実証する。クラスターの熱的安定

性についても、明らかにする。 

・走査トンネル顕微鏡を用いた不純物分布計測技術お

よび走査型近接場光学ラマン測定による応力分布計

測技術の、高分解能半導体計測技術としての実用可

能性を明らかにする。 

・SGOI（SiGe on Insulator）基板の高 Ge 濃度化と

シリコン（110）結晶面の利用などにより、ひずみ

SOI の移動度を更に向上させると共に、30nm 以下

の超薄膜かつ高移動度のひずみ SOI で完全空乏型

の素子動作を実現し、ひずみ SOI 技術が次世代微

細 CMOS 技術としてのポテンシャルを持つことを

実証する。 

・デジタル回路については、開発したクロックタイミ

ング調整技術を基に、3GHz 動作デジタル信号処理

チップおよび動作周波数5GHz の FPGA チップの

設計・開発を行い、実用規模の LSI で有効性を実

証する。数 GHz 以上の高速データ転送技術を実証

する。イメージリジェクションミキサーなど高周波

回路で、アナログ適応回路技術の有効性を実証する。

また、画像処理回路でのアナログ調整技術の考案と

実証を行う。 

・新デバイス技術の研究に関しては、前年度までに開

発した XMOS を利用して、しきい値電圧をダイナ

ミックに制御する新しい原理の回路を試作し評価す

る。また、XMOS ベースの革新的な情報処理チッ

プを目指して、消費電力と回路構成の両方を制御可

能な新型回路の開発に着手する。 

・新ゲート電極／絶縁材料の研究開発に関しては、超

臨界流体を用いた新規成膜法の改良・高度化を図る

と共に、半導体プロセスへの適用範囲の拡大をはか

る。また、高導電性金属酸化物材料については、実

デバイスを想定した MOS 構造に適用して電気特性

および膜界面構造などを評価する。 

・ナノスケール評価技術の研究開発に関しては、走査

プローブ技術による極微細ドーピングプロファイル

解析手法を確立し、デバイス構造・特性の評価に適

用する。 

【中期計画（参考）】 

・画像表示デバイス（自発光型、画素数16x16以上）

と制御回路をシリコン基板上に一体集積化する技術、

ならびにチップレベルの高密度実装に関する要素技

術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・多機能自発光型オンチップ・ディスプレイの研究に

関しては、画像データ走査ドライバを一体集積した

16×16MOSFET 型シリコンエミッタを試作すると

ともに、HfC 被覆エミッタによる真空封止管での

寿命評価を行う。 

・3次元多層配線技術の研究に関しては、前年度に開

発した配線とポリイミド絶縁膜からなる3層インタ

ーポーザを用いて実際に LSI チップの実装を行い、

20GHz レベルの高速信号伝送特性の評価を行う。 

【中期計画（参考）】 

・従来、光学で不可能であった10nm オーダに至る高

解像度の実現とその工学的な応用、新規産業の創出

を目的として、近接場光を用いて情報記録を微細領

域で可能とする技術を確立する。 

《平成15年度計画》 

・赤色レーザーを用いたスーパーレンズ実用化に向け

た基盤技術の完成。青色レーザーを用いたスーパー

レンズの高度化。目標値：解像度60nm で30dB 以

上の信号特性を目指す（平成14年時点で10dB 程

度）。さらに、評価委員会において指摘された、ス

ーパーレンズと超解像度信号読み出しに関する、物

理現象の解明を行う。 

・ライン＆スペース描画の 終技術検討を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・人類社会が地球規模で情報技術を活用し、その恩恵

に浴するために必要不可欠な情報技術の実現のため

には、情報技術が人類社会の持つ多様性に対応でき

なければならない。そのために、公共性と中立性の

高いソフトウェアを開発し、多言語情報処理技術で

は、言語文化の多様性に対応する技術、グローバル

ソフトウェア技術では、ソフトウェアの利用形態や

開発体制の多様性に対応する技術を確立する。 

《平成15年度計画》 

・オープンソースソフトウェアに関連して、産業技術

総合研究所の業務部門をテストベッドとして、自由

公開ソフトウェアでデスクトップやその機能を実装

する計画に着手する。ソフトウェアの改修サイクル

を支援するセキュア・オープンソースシステム開発

環境基盤の開発に着手する。オープンソースソフト

ウェア技術では、日本におけるオープンソースソフ

トウェアアクティビティの活性化を推進する。多言

語情報処理技術では、m17n ライブラリのうち、平

成14年度までに開発した C ライブラリ、X ライブ

ラリ相当部分の公開およびメンテナンスを行う。

Gnome/GTK+から m17n ライブラリを利用できる

ようにする機能を開発する。OpenI18N (Open 
Internationalization Initiative)での活動により

m17n ライブラリの普及を図る。拡張可能システム

技術では、これまでに開発した言語処理系フレーム

ワーク EPP 及び MixJuice 言語の有用性を実証す
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る為に、実用レベルのアプリケーションを構築する。

具体的には、XML 処理支援ツール、ソースコード

理解支援ツール、リファクタリング支援ツール等に

ついて検討する。 

・DeleGate については、実用ソフトとしての拡張や

修正を継続し普及を進めるとともに、汎用プロトコ

ルインタプリタとしての新たな構成方法を試みる。

HORB については組込み用途に利用可能な水準に

到達することを目標とする。今年度方式の検討を行

ったロングライフ技術、Web Serivces の高速化技

術、リアルタイム拡張は実装を行う。NTC および

KNOPIX について、CPU コアに基づいたハードウ

エアプラットフォームについて検討する。これに付

随する周辺機器の VerilogHDL をフリーソフトと

して開発することで、自由にデバイス選択ができ、

ユーザに適するハードウエアの作製ができるように

する。また、この上の OS やアプリケーションソフ

トウェアもフリーソースコミュニティと連携して作

製する。 
・低消費電力次世代ディスプレイ製造技術研究につい

て、引き続き共同研究施設の整備を行う。 

 

３．環境と調和した経済社会システムの構築 

 環境の保全と経済社会活動とが調和した持続的な循

環型経済社会システムの構築に向けて、化学物質のリ

スクを極小化・管理するための化学物質リスク対策技

術、資源の有効利用と廃棄物の減量化・資源循環を目

指した資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料

開発を含む）、オゾン層破壊・地球温暖化対策技術、

製品のライフサイクル全体を考えた環境負荷評価技術、

持続可能な経済社会を実現するための低環境負荷型化

学プロセス技術の研究開発を推進するため、各項目の

中期計画に対して平成15年度は以下の研究開発を行う。 

(1) 化学物質安全管理技術 

 化学物質のリスクを極小化・管理する経済社会を

実現するため、以下の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・ヒト有害性の定量的評価と生態系有害性の定量的評

価手法に関して、既存の毒性試験および疫学的調査

の結果を元に、PRTR 対象物質のリスク評価に資

する用量－作用関係式を導出する。また、水系排出

の大きい農薬について、既存の毒性試験および疫学

調査の結果を元に、リスク評価に資する用量－作用

関係式を導出する。 

《平成15年度計画》 

・化学物質暴露評価手法の開発に関しては、AIST-
ADMER 全国版の試作品を仮公開し、さらに要望

を反映させて完成版の整備を行う。また、METI-
LIS の大幅改良版（ver.2）を公開し、流布・活用

を図る。 

・評価手法の開発に関しては、大気汚染物質の個人暴

露量の解析手法を確立するため、一般人を対象に暴

露量の個人差に係るパラメータの解析を行う。

WTP、QOL の結果を一部、リスク評価に適用し、

社会経済分析法を体系化する。 

・カドミウム、トルエン、co-PCB、ノニルフェノー

ル、p-ジクロロベンゼン、鉛、トリブチルスズにつ

いての詳細リスク評価書の策定を行う。 

・産業科学技術の社会的側面について総合的に論点の

整理、提示を行う。その中でも産業科学技術活動や

産業活動に伴うリスクと社会的セキュリティの観点

から、環境・エネルギー分野について個別的、詳細

な検討に着手する。また、横断的・制度的問題とし

てレギュラトリ・サイエンスについて取り上げ、そ

の定着の方策について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・火薬類の新しい規制技術基準に対応するため、爆発

影響評価システムと、化学産業における爆発被害影

響の総合リスクマネジメント体系を構築するための

基盤を確立する。 

《平成15年度計画》 

・引き続きピクリン酸・ピクリン酸金属塩の感度特

性・爆発特性についてデータを集積し、極めて小さ

い爆発リスクを同定する手法の検討を行う。また、

ピクリン酸関係を含め、種々の爆発性物質を迅速同

定するための手法の開発を行うとともに、これら爆

発性物質の劣化物を簡便に処理するための技術につ

いて検討する。 

・さまざまな形状の地中式火薬庫からの爆風伝播につ

いて三次元並列化計算を行い、地中式火薬庫の保安

距離に関する技術基準確立のための計算データを集

積するとともに大規模実験を行い、技術基準を提案

する。レーザー衝撃波については飛翔体加速実験を

行う。 

・高安全性火工品の開発には、高性能バインダーを含

めて原材料の物質評価が重要であることが判明した

ため、新規原材料の探索を含め物性評価を行う。 

・強酸化性ガスの他に、可燃性ガスについての検討も

進め、代表的なガスとして、水素及びジメチルエー

テルの燃焼性、発火性、爆発性に関するデータの整

備と爆ごう危険性の検討を行う。 

【中期計画（参考）】 

・省資源・ダウンサイズ環境分析システムのための新

規な分子認識能を有する機能性材料及びマルチセン

サチップを開発し、分析前処理に要する時間と経費

を低減するとともに分析感度を5倍以上向上させる。

また、実用的な ppt レベルの有害イオンの予備分

離・濃縮材料を開発する。 

《平成15年度計画》 

・高感度分析装置に関しては、炭素によるバックグラ
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ウンドを低減する方法を開発する。また、加熱気化

/GC-ICP-MS 法による固体試料中の金属化合物や

有機塩素化合物（PCB 等）の 適な分析条件の検

討と試料採取装置の開発する。 

・前処理法に関しては、触媒の探索を継続するととも

に、全リン・全窒素のオンライン前処理装置を試作

する。また、ヒ素の環境動態の解明で重要な化合物

であるアルセノベタインを分析する方法を開発する。 

・センサに関してはビスフェノール A の鋳型分子膜

の高機能を図ることにより、その吸着能力を制御す

る方法を開発する。間接検出法を利用したベンゼン

センサでは、現場適応試験等を行い、実用性を評価

する。また、ダイオキシンの QCM センサでは、

ELISA 法及び GC/MS 法で測定した結果との関係

を明らかにする。さらに、オンサイト測定用のセン

サシステムの試作を行う。 

・マイクロフロー分析システムに関しては、油水界面

を利用する電気化学検出チップの増幅効率に関する

理論的な解析を行うとともに増幅効率の向上を図る。

また、濃縮型電気化学酵素イムノアッセイ法による

ダイオキシンの簡易分析の実用性を評価する。前年

度開発した顕微分光システムを用いて、微生物のマ

イクロ流路内での挙動を支配する因子を明らかにす

る。 

・ベロ毒素検知チップについては実用性を検討する。

さらに他の毒素タンパク質について糖鎖リガンドの

分子設計と大量合成法の確立、センシングシステム

の構築を目指す。プロテインシステムチップについ

ては、多種類のコーティング材料を駆使して作製し

たチップを用い、多次元電気泳動を行い、高分離能

を示すチップの開発を目指す。 

・DNA 分析用マイクロフローチップに関し、より高

精度化を目指すと共に、一塩基変位（SNP）検出

用マイクロチップの開発を推進する。また、DNA
以外の細胞や微生物フロー式のマイクロチップ開発

を行い、環境中の毒物検出や薬剤効能の迅速スクリ

ーニングへの応用展開について検討する。 

(2) 資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料開

発を含む） 

 資源の有効利用と廃棄物の減量化をしつつ資源循

環を図る経済社会を実現するため、以下の研究開発

を行う。 

【中期計画（参考）】 

・製品から各種構成素材を固体のままの状態で分離・

濃縮できる省エネルギー分離技術に関して、固体粒

子の風力選別及び湿式比重選別について限界粒径を

下げる技術を開発する。具体的には、風力選別につ

いては現状の限粒径2～1mm を0.3mm に、湿式比

重選別については、50μm を10μm に下げる。 

《平成15年度計画》 

・風力選別については、モデル粒子を用いて分離限界

に関する諸条件を確認するとともに、連続式選別装

置の検討を行う。湿式分離については、高加速度加

振機の10μm 粒子の分離効果を検証するとともに、

粒子形状の影響について明らかにする。感温性表面

については、前年度開発した油水分離材を用いてバ

ッチ式の油水分離プロセスを試作し、その油水分離

性能を確認する。 

【中期計画（参考）】 

・フェノール樹脂、エポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂か

ら液体生成物を80%以上かつモノマーを40%以上回

収できる液相分解法を開発し、既存のプロセスに対

して40%以上の省エネルギーを達成する。 

《平成15年度計画》 

・フェノール樹脂については、 適なモノマーリサイ

クル条件を検討する。また家電製品の液相分解で固

定化されたハロゲンを含む固体生成物からの金属の

精製方法を検討する。臭素系難燃剤の熱分解および

液相分解条件における脱臭素・分解挙動の解析およ

び残留臭素濃度の測定法を確立する。 

(3) オゾン層破壊・地球温暖化対策技術 

 オゾン層の破壊と地球温暖化を抑制する経済社会

を実現するため、以下の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・代替化合物の分子設計とその合成に必要な計算化学

的な解析手法ならびにフッ素化手法を開発する。ま

た、代替化合物の大気寿命予測に基づく長期的環境

影響評価法を開発する。 

《平成15年度計画》 

・大気寿命測定、二次環境影響評価、燃焼性指針等の

要素技術、独自触媒技術による高選択的反応の開拓、

大型冷凍機器用冷媒の分子設計・評価による絞込み、

データベースの2成分系への拡充等の研究成果の蓄

積を踏まえて、 重点課題として、IWE（積算温

暖化効果）、ITWE（積算総量温暖化効果）をベー

スに持続可能社会の構築に適したフロン代替物の総

合選択指針の基本コンセプトを提案する。 

【中期計画（参考）】 

・海洋／大気間の二酸化炭素交換量の観測結果の解析

をもとに、太平洋における交換量を評価するととも

に、森林吸収量の観測と評価手法の開発に関して、

アジアの二酸化炭素吸収量を評価する。また、海洋

中に注入された二酸化炭素と海水との相互作用を明

らかにするとともに、発生源での二酸化炭素の回収

から海洋隔離に至るシステムの評価を行う。 

《平成15年度計画》 

・平成14年度に構築したデータベースのうち、繰り返

し観測が実施された観測点のデータを用いて、この

海域での二酸化炭素の吸収量、蓄積量を求める。人

為的な二酸化炭素の放流を実施した場合の、海洋中
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深層での物質循環に与える影響を調べるために、二

酸化炭素分圧と炭酸カルシウムの溶解速度との関係

を求める実験に着手する。また、二酸化炭素、栄養

塩の濃度レベルの変化が与える生物への影響を調べ

るために、「深層水の汲み上げ実験」に参加し、炭

素を中心とした化学成分の変化過程を解析する。 

・ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによ

る陸域生態系の炭素収支解析に関する研究では、中

心的メンバーとして諸機関と協力して研究を推進す

る。フラックス観測・炭素収支調査データと産総研

の既存収集データを総合的に解析して、東アジアで

の主要な植生生態系での炭素収支機能モデルを構築

する。 

・落葉広葉樹林観測サイト（岐阜県高山市）の大気中

CO2濃度の連続観測及び大気中・土壌空気中 CO2の

安定同位体観測結果と渦相関法によるフラックス観

測とあわせて解析し、林内及び森林直上における

CO2収支に対する土壌呼吸、植物呼吸、樹木・林床

ササの光合成活動の役割を解明する。 

・地球観測衛星による NPP（純一生産量）、LAI（葉

面積指数）の従来の推定手法を改良して、高山、苫

小牧における NPP、LAI の時間・季節変動を求め

る。炭素収支の機能的モデルによる NPP 時空間変

動と比較し、相互検証を行う。 

・既存データのデータベース化に引き続き、データセ

ンター機能の強化と共に、本研究での新規データの

整備、データベース化を推進し、陸域炭素循環モデ

ルの検証・改良に供用する。また、AsiaFlux、
FLUXNET などの国際的フラックス観測ネットワ

ークに貢献する。 

・引き続き二酸化炭素発生源・吸収量の推定のために、

大気輸送の変動と、大気中濃度の関係を調査する。

宇宙開発事業団と環境省が平成14年度から開始した

温室効果気体観測衛星プロジェクトに関し提案中の

予備調査予算が認められた場合、提案された軌道・

センサが二酸化炭素発生量推定に関する有用性につ

いて検討する。OH ラジカルに関しては、引き続き

メチルクロロフォルムを用いた調査を継続し木材の

燃焼に伴う発生と海洋による吸収・放出の効果を考

慮して発生量の再検討を行う。これに加えて、代替

フロンの工業統計値を用いた計算を試み観測値と比

較する。高分解能モデルの大気境界層部分の改良を

試みる。 

・地球化学的手法を用いて西太平洋高緯度域で、沈降

粒子の特徴を明らかにし、海洋環境の支配因子を明

らかにする。 

【中期計画（参考）】 

・二酸化炭素の固定化を目的として、可視光応答性光

触媒、2段法光触媒水分解プロセス、及び新規の可

視光応答性酸化物半導体光触媒を開発する。また、

二酸化炭素共存下でのエチルベンゼンの脱水素によ

るスチレンの製造技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・太陽光触媒による水の完全分解反応については平成

14年度に引き続き、新規の可視光応答性半導体光触

媒の探索と活性向上を目指す。光触媒電極の開発に

取り組み、水素発生の大幅な発生効率の向上を目指

す。 

・エチルベンゼンの CO2による脱水素プロセスにつ

いて、これまでの触媒開発や反応条件の影響などの

結果を踏まえて、既存のスチーム法との比較を行い

ながら総合プロセス的評価を行う。また、必要とさ

れる触媒の改良を行う。さらに、CO2が果たす役割

を明らかにするため、低級炭化水素の脱水素につい

ても基礎的検討を継続する。 

(4) 環境負荷評価技術 

 製品のライフサイクル全体での環境負荷の低減を

図る経済社会を実現するためのツールを開発する。 

【中期計画（参考）】 

・国際標準規格準拠型（ISO）-LCA の実施可能な手

法として LCA ソフトウエアを開発する。また、日

本での実効的環境影響評価手法を開発するとともに、

LCA ソフトウエアに組み込み、普及を図る。さら

に、LCA 手法を活用した製品設計のための標準型

LCA の開発に関して、環境調和型製品開発

（DfE）マニュアルを作成する。 

《平成15年度計画》 

・平成14年度に開発した被害算定型影響評価手法の精

度向上と不確実性に関する情報開示のために、被害

指標、統合化指標の不確実性分析を行う。また、対

象外であった重金属暴露による慢性影響と、室内大

気汚染の暴露評価を評価するための手法開発を行う。

DfE マニュアルについては、企業の全部署が係わ

る製品開発手法を実用可能性を検討する。さらに、

ライフサイクルインベントリデータ拡充と情報発信

として、バイオマス系の廃棄にかかわるデータを中

心に整理を行う。また、アジアを中心とする各国と

のインベントリデータの共有に向けた情報交換を一

層推進する。 

・中期計画の実施を支え、さらに LCA の普及と実施

者を拡大するために、平成14年度までに実施して来

たエネルギー技術の評価並びに地域エネルギーシス

テムに関する研究を「地域環境研究」に再編する。

また、LCA 手法を企業の環境活動評価に応用する

手法開発並びに LCA の結果を社会で活用する手法

の開発を「環境効率研究」として取りまとめる。地

域環境研究については、大都市でのエネルギー利用

と熱環境に関する今までの研究を集大成し、開発し

て来たモデルのソフトウエア化を図る。また、地方

自治体の環境政策への LCA 手法の応用を検討する。
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環境効率指標の研究に関しては、平成14年度に開発

した企業の二酸化炭素排出量と付加価値生産に関す

る指標を、多種の商品を製造する企業等の評価に適

用した場合の特性を明らかにし、適用性を高める検

討を行う。さらに、環境調和型製品の社会への受容

性を研究する「持続可能な消費」について、消費者

の受容性を定量的に評価する手法を提案する。 

(5) 低環境負荷型化学プロセス技術 

 環境と調和した化学技術による持続可能な経済社

会を実現するため、以下の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・化成品や高分子合成のハロゲンフリー化を目的とし

て、製造過程で塩素、酸塩化物、ホスゲン等のハロ

ゲン化合物を用いない複素環化合物、ポリカーボネ

ート等の合成および固相重合の反応機構を解明する。 

《平成15年度計画》 

・環境調和型のグリーン化学プロセスとしては、アジ

ピン酸合成触媒の高活性化の検討を継続し、デセン

のオリゴマー化とインダノン・テトラロン合成触媒

の高活性化及び触媒固定化を図る。イオン性流体を

用いる反応では、触媒のリサイクルを検討する。ま

た、多官能性の金属抽出剤を合成する。ハロゲンフ

リー化学としては、窒素－イオウ結合生成のために

用いる脱離基の高性能化を行う。綿布の還元漂白で

は、ホウ素より低毒性のケイ素系化合物の検討、水

素化ホウ素ナトリウム漂白の機構検証を行う。さら

に、ケイ素－リン系や新機構に基づく難燃剤を創製

する。 

・酸化的カルボニル化反応についてフェノールのカル

ボニル化反応及びポリカーボネート合成を粘土・無

機物担持系の検討等を進め、固相重合について熱・

マイクロ波による重合を進める。 

【中期計画（参考）】 

・二元機能触媒材料としてのメンブレンリアクターの

開発を目的として、脱平衡反応を利用する水素製造

プロセス、特異場反応を利用する含酸素化合物合成、

形状選択反応・分離膜を利用する合成ガス等の製造

プロセスを開発する。 

《平成15年度計画》 

・膜触媒担持反応実験では、反応開始2週間での活性

低下（メタン転化率85→75%）の原因が触媒担体と

透過膜の固相反応による酸素透過速度の減少に起因

すると推測されることから、触媒担体の組成を調整

することでそれを防止して触媒の長寿命化を図ると

共に、触媒金属の担持量を低下させる方策について

検討する。 

・安定化ビスマス-銀複合材料系については、銀の体

積分率および酸化ビスマスの安定化剤の 適化によ

り、900℃以下で1cc（STP）/min/cm2以上の酸素

透過性能を有する材料を開発する。酸素選択分離能

を有する混合導電性材料の多孔質基板上への緻密薄

膜の積層化手法や、酸素選択透過性能の評価、スケ

ールアップや複雑形状化への対応を検討する。 

・Pd 触媒膜の作製に関しては、CVD 法やエキシマレ

ーザーを用いた光化学反応法によって多孔質基板上

に耐久性を有する Pd 成膜方法の 適条件の探索と

水素透過性能の評価、さらにはその向上を図る。 

・Pd 触媒膜の長寿命化のため、Pd-Ag 等合金薄膜の

形成を無電解メッキ法により検討する。Pd、Ag の

ナノ粒子を胆持した触媒膜を調製する。これらの触

媒膜による酸化、水酸化反応の適用範囲の拡大と実

用化に向けた検討を行う。 

・フェノール合成に関しては、反応機構に関する更に

詳細なシミュレーションを行い、置換原子による反

応機構の違いを明らかにすると共に、ベンゼン以外

の反応物について、選択酸化反応の可能性を計算化

学的に検討する。合成実験については、反応温度の

影響を調べ、 適温度を探索する。 

・固定化酵素膜反応器膜では、水分制御が可能な反応

器を開発する。 

・Co を硝酸塩等の従来の金属塩水溶液の含浸ではな

く、Co カルボニル等を用いたメソポーラス金属シ

リケートへの高分散担持法を試み、F-T 合成触媒と

して使用して、従来法で担持した触媒との触媒性能

の違いを比較・検討し、Co の分散状態が触媒性能

に及ぼす影響について知見を得る。 

・マイクロリアクターを用いたヒドロホルミル化反応

の検討を行うとともに、既に開発した手法に関して

ヒドロホルミル化以外の反応への応用を図る。 

・造粒法の 適化を含めてメカノケミカル活性化硫化

モリブデンのさらなる高性能化について検討する。

また、硫化モリブデン微粉末エッジへのイオウの吸

着と触媒活性因子との関連を計算化学的手法により

検討する。 

 

４．エネルギー・資源の安定供給確保 

 経済性と供給安定性を考慮した環境調和型エネルギ

ー・資源供給構造の構築という社会的要請に対応する

ため、低廉かつエネルギーセキュリティ、環境に配慮

した電力技術、CO2排出削減と省エネルギー型社会の

実現に貢献するための省エネルギー技術、エネルギー

安定供給と環境負荷の低減を目指す新エネルギー技術、

地下資源の確保等のための資源技術等の研究開発を推

進するため、各項目の中期計画に対して、平成15年度

は以下の研究開発を行う。 

(1) 電力技術 

 国際的に遜色のない低廉な電力供給の実現を図り

つつ、エネルギーセキュリティ確保及び地球環境問

題への対応という社会的要請に応えるため、その一

翼を担うべく、革新的電力デバイス、電力ネットワ
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ーク、超電導技術による高効率電力輸送技術の基盤

技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・炭化珪素等を使用した革新的電力デバイスによる超

低損失電力素子の基盤技術を、素子構造、パッケー

ジデザインの検討を通じて開発する。 

《平成15年度計画》 

・3～4インチの大口径基板の品質向上を図る。 

・マイクロパイプ以外の結晶欠陥・転位に着目し、そ

の発生原因を明らかにするとともに、密度低減をは

かり、より高品質な SiC 単結晶成長を実証する。 

・開発した要素技術を用いて、（11-20）面、（000-1）

面でパワーMOSFET を試作し、酸化・酸化後処理

手法の 適手法を明らかにし、Si-IGBT と同等の

オン抵抗のパワーデバイスを実現する。一方、実用

化に必要なゲート酸化膜の信頼性については、高温

信頼性の要因を追求し、 適酸化膜形成手法を明ら

かにする。 

・SiC 高速成長エピ膜の更なる品質向上と均一化を図

ると共に、高品質高速エピ技術が生かされる超低損

失電力デバイス構造の機能実現を目指す。 

・今までに開発された SiC プロセス技術を集約して、

pn ダイオード、MOSFET 等の各種 SiC デバイス

試作を行い、その放射線耐性を調べる。 

・立方晶 SiC に関して、ホモ及びヘテロエピタキシ

ャル技術を集約して更なる結晶性改善を図り、その

エピ膜を用いた SB ダイオード、MOSFET 等のデ

バイス試作を進めてその特性向上を目指す。 

・III 族窒化物半導体 MBE ヘテロエピタキシャル成

長技術を高度化すると共に、MOCVD 結晶成長装

置を整備し、それぞれの利点を生かして高品質ヘテ

ロ構造ウエハーを各種基板上に作製する。これらの

エピタキシャル成長技術、各種の特性評価技術をも

とに HFET 構造の設計・試作を進め、高出力高周

波素子、高耐圧大電流素子実現のため課題を明らか

にする。 

・InGaN エピタキシャル膜の品質向上、及び数10A
程度の AlN 極薄膜の品質向上を行うと共に、In 系

HFET 構造の試作を試み、それら III 族窒化物半導

体の巨大バンド不連続に基づく顕著な量子効果の可

能性を探る。 

・SiCSBD や試作 SiC スイッチングデバイスの回路

特性の評価を進める。一方、スーパーデザインのコ

ンセプトをより明確にするために、シリコンパワー

デバイスをもちいたアナログシミュレータの解析を

進め、重要要素技術を明らかにする。 

【中期計画（参考）】 

・スーパーノードネットワークの概念設計について、

社会インパクトを明らかにし、設計指針を明確化す

る。 

《平成15年度計画》 

・分散電源や電力貯蔵と電力系統との接続点に用いら

れる電力変換器に超低損失電力素子を適用した場合

の効果について、分散電源や電力貯蔵装置の種別に

応じた効果を定量的に明らかにする。 

【中期計画（参考）】 

・超電導ケーブル長尺冷却技術の研究を行い、比例縮

小冷却モデル試験による長尺冷却技術を確立する。

また、限流器用大面積超電導薄膜作製技術の高度化

を行う。 

《平成15年度計画》 

・500m 長冷却モデルの冷却不安定性の条件を導出し、

5km 長実規模ケーブルでの冷却不安定性を判別す

る。 

・10kV/200A 級空心交流超伝導マグネットの設計と

マグネット試作の一部を行う。これらにより得られ

た設計基礎データーから、6.6kV/500A 級配電用及

び66kV/1kA 級変電用実用限流器の概念設計に着手

する。 

・プロジェクトで開発した大容量導体を用いて、浸漬

冷却、回転条件で高負荷率（臨界電流の50%以上）

の安定性評価を行う。また、超音波監視技術による

安定性評価のためのデータ集積を行い、超音波発生

と安定性の関連を明らかにする。 

・超電導素線（ITER 用12T、250A）と同等の Ta 繊

維強化型 Nb3Sn 線材を開発して、撚線導体におけ

る圧縮特性を評価する。また、km 級長尺線材によ

る高磁界超電導マグネットの評価試験を行う。 

・平成14年度に導入した大出力レーザーを用いて、大

面積基板上の YBCO 薄膜の作製・評価を進める。

中間層の選択や熱処理を工夫して、サファイア基板

上 YBCO 薄膜で、Jc およびシート電流密度の目標

値 3MA/cm2、200A/cm の達成を目指す。 

・YBCO 薄膜の c 軸に平行な刃状転位・らせん転位

の濃度を測定し、磁束ピン止め特性との関連を明確

にする。その結果に従って、理論的なモデルを提案

する。サファイア基板上 YBCO 薄膜へのピン止め

点導入の研究を進める。 

・超電導薄膜、バルク材における第3高調波誘導電圧 

V3の振舞と臨界電流密度 Jc の評価に関して、未解

決の問題（端部効果等）について、数値解析を含め

た理論解析を行う。その解析と実験データとの比較

検討を行い、Jc を精密に評価する方法について検

討する。 

(2) 省エネルギー技術 

 CO2排出削減と省エネルギー型社会の実現に貢献

するために、エネルギー高効率利用技術、動力等へ

の変換合理化利用技術、エネルギー回収・蓄エネル

ギー技術、省エネルギーネットワーク技術に関する

研究開発を実施する。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(881) 

【中期計画（参考）】 

・ガスタービンに供給可能な灰分200ppm 以下の無灰

炭製造技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・抽出率60%以上、ハイパーコール中の灰分量

200ppm 以下という2つの技術課題をクリアするた

めの前処理と溶剤脱灰条件を探索する。また、ハイ

パーコール中に微量に含まれる金属種の定性・定量

分析手法を確立し、前処理、溶剤脱灰処理と残存金

属種、その量との関連を明らかにする。また、熱時

抽出機構を解明する目的で、石炭と各種溶剤との相

互作用の研究を、分子シミュレーション技術並びに

NMR を応用して行う。さらには、抽出物と残渣炭

の性状を有機蒸気収着測定、ガス吸着測定、示差走

査熱量測定などから評価する。 

【中期計画（参考）】 

・作動ガス循環型動力システムにおける燃焼制御技術

の開発によって、CO2回収対応型タービンの熱効率

60%以上、水素燃焼ディーゼルエンジンの熱効率

45%以上の達成に貢献する。 

《平成15年度計画》 

・本課題は中期計画の目標を達成したので平成14年度

をもって終了する。 

【中期計画（参考）】 

・高効率熱電材料を開発するための基盤技術としての

量子効果材料やかご型構造材料について構造と物性

の研究を行い、作動温度が広く高効率（6%以上）

の素子の開発及び関連システムの研究を行う。 

《平成15年度計画》 

・複数の PN 一体型セグメント素子対を作製し、高い

発電効率を持つモジュールを試作、その発電出力特

性、効率を評価する。量子ドット構造を有する薄膜

型熱電材料をパターニングし、微小部分発電／冷却

デバイスを試作する。様々な組成のスクッテルダイ

ト単結晶育成と、スクッテルダイトの高い熱電性能

の発現機構解明のための精密な構造解析を行う。 

・600℃級発電モジュール評価装置を開発する。また、

300℃級モジュールの評価については、同一の入出

力エネルギーを複数の手法で計測し、精度の向上を

図る。 

【中期計画（参考）】 

・民生部門の電力負荷平準化を目的として、キャパシ

タ容量10Wh/L 達成のための炭素電極材料を開発す

る。 

《平成15年度計画》 

・出力、寿命、容量の3点において高性能かつバラン

スのとれた実用性のあるキャパシタ電極を開発する

ため、ナノレベルで多孔構造制御した新規ナノカー

ボン材料を調製し、さらに炭素組織の 適構造設計

と疑似容量導入を行うことにより、大容量キャパシ

タ用高性能カーボン電極を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・次世代高性能二次電池の開発に貢献するため、新規

合成プロセスと構造解析に基づき電気化学特性に優

れた新規電極材料及び新規電解質を開発する。 

《平成15年度計画》 

・鉄含有 Li2MnO3正極の60℃での充放電サイクル試

験における充放電特性の変化を調べるとともに充放

電サイクル劣化抑制のための方策検討を行う。また

新規ベースメタル系正極材料について、前年度見い

だした物質系の組成 適化を続けるとともに、他の

結晶構造を有する新規材料探索を行う。 

・イオン導伝特性及び電池部材・電極材料との反応性、

並びに熱的特性に基づき、モデル系としての常温溶

融塩と支持塩の組成を決定するとともに、電池部材

と電極組成の候補の選定を行い、半電池での性能評

価を開始する。PGSE-NMR 法を用いた電解質材料

のイオン種ごとの導伝率と輸率の評価を引き続き行

い、固形化された複合電解質の材料設計指針の提供

を行う。 

・合金系負極材料の電極特性向上のための組成 適化

の指針を提供する。 

・解体試験によって、電池構成材の劣化因子を確定す

るとともに、車載型実電池による検証を開始する。

電池特性評価技術の精度向上のため、電池材料につ

いて検出された構造変化・物性変化と熱的変化、電

池特性劣化の因果関係について検討する。また、劣

化状態の電池の熱安定性を評価し、劣化反応速度の

評価法を検討する。 

・加速劣化試験のモードを拡張するとともに、劣化し

た電池を随時解体し、電極や電解液の構造的、およ

び物性的な劣化状態を解析する。また電池構成材料

の熱安定性に着目し、劣化反応速度の評価法を検討

する。 

【中期計画（参考）】 

・自立分散ネットワーク技術の開発を行い、高速制御

ソフトウェアと多数モジュール制御技術、分散エネ

ルギーに関する広域情報を組み合わせ全体エネルギ

ーシステムを運用する技術の基礎と評価手法を確立

する。 

《平成15年度計画》 

・自律分散ネットワーク技術について、コジェネレー

ションを複数台連携して制御するモデルの動作解析

を行うとともに、実験設備を構築する。またこのモ

デルを、一定のエリアに拡張して適用する手法を検

討する。エネルギー環境分析モデルの研究では、ア

ジア地域のエネルギー・環境統合分析モデルの構築

に着手する。 

・北海道地区で集合住宅内の個別家庭におけるエネル

ギー需要を計測し、戸数による負荷の平滑効果を評
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価する。また、北九州地区の集合住宅における一年

間のエネルギー需要データを計測しモデル化を行い、

実測データをもとに寒冷地域用の小型分散システム

の機器構成を決定し、システム運用コスト、CO2排

出削減効果を明らかにする。 

(3) 新エネルギー技術 

 エネルギー安定供給と環境負荷の低減という社会

的要請の同時解決を図るため、化石燃料の環境調和

利用を図りつつ、環境負荷を小さくするクリーンエ

ネルギーの基盤技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・低コスト高性能の太陽電池生産に向けて、高効率積

層型薄膜シリコン系太陽電池の製造技術、光閉じ込

め型極薄膜結晶シリコン太陽電池技術、CIS 系太

陽電池の高信頼プロセス技術、超高効率の化合物太

陽電池の低コスト製造技術、安価で高性能な色素増

感太陽電池技術などを開発する。 

《平成15年度計画》 

・気相・膜成長表面反応診断技術の精緻化により、微

結晶 p 層上への膜堆積時における界面構造決定機

構を解明し、欠陥密度の制御を行う。 

・膜中 Si-H2構造低減法やナノ構造制御法の適用によ

り高性能アモルファスシリコンの高光安定化を図り、

この膜を活性層に用いたアモルファスシリコン太陽

電池において安定化後変換効率10%以上を実現する。 

・新しい高密度プラズマ生成法による微結晶シリコン

の高速堆積法の提案を行い、毎秒30Å以上の製膜速

度において作製された微結晶シリコンの欠陥密度を

1x1016/cm3以下まで低減する。また、微結晶シリ

コンを活性層に用いた太陽電池において変換効率

10%以上を実現する。 

・上記高光安定化されたアモルファスシリコン、高速

高性能化された微結晶シリコンをタンデム型太陽電

池に適用する。 

・光閉じ込め型 BSF セル及び低温エピタキシャル接

合セルの試作成果を踏まえて、高 Voc の極薄膜結

晶シリコン太陽電池のセル構造設計の検討を進める。

同時に、低温エピタキシャル接合技術を適用して光

閉じ込め型セルの高 Voc 化を図る。 

・過渡電流測定による高感度欠陥評価を薄膜材料の安

定性・劣化の解析に用い、長時間の光照射に伴う欠

陥のエネルギー分布の変化を検討する。過渡電流測

定による欠陥評価法を種々の条件で作成した薄膜材

料に適用する。 

・Si 基板上 GaAs 膜の高品質化を更に推し進めると

ともに、Si 基板上2接合太陽電池のトップ側太陽電

池のために、GaAs 膜被覆 Si 基板上への InGaP 膜

の形成に着手する。 

・CIGS 系太陽電池の高効率化のための技術的指針を

明らかにするために、正・逆光電子分光法による新

しい評価技術を開発する。真空封入での試料移送技

術を開発する。 

・ZnO 透明導電膜の大面積化（10cm 角）技術を確立

し、抵抗率2x10-4Ωcm 以下の透明導電膜を作製す

る。 

・変換効率19%以上の CIGS 太陽電池を実現できるプ

ロセスを確立する。 

・1.3eV 以上のワイドギャップカルコゲナイド系太陽

電池の高効率化技術を開発する。 

・平成14年度に引き続き、色素増感太陽電池の高性能

化に関する検討を、(1)酸化物半導体光電極の 適

化、(2)新規高性能 Ru 錯体色素の開発、(3)高性能

有機色素の開発、(4)電解質溶液系の 適化、(5)セ

ルの耐久性・封止・集積化技術等の項目について行

なう。また、太陽エネルギー変換効率8%の新しい

色素増感太陽電池の開発にむけて要素技術の成果の

集大成を行う。 

【中期計画（参考）】 

・太陽光発電システムの大量導入に向けて、多数の太

陽電池パワーモジュールの高機能並列動作技術を開

発すると共に、太陽電池モジュールの設計・監視・

診断などの総合支援技術、性能・信頼性評価技術、

リサイクル技術などを確立する。 

《平成15年度計画》 

・モデルの改良、サイト情報入力手段の提供により、

設計支援技術として完成する。モニター端末に履歴

保存機能を付加し、発電性能診断ネットワークを拡

充するとともに、施工検査、性能診断への応用を図

る。電気的相互作用を用いたアレイ中の故障・劣化

モジュール検出・特定技術の開発する。 

・二重封止型リサイクラブルモジュールの構造、組立

手法、フィルム材料等を確定する。回収作業の均一

性確保・効率化を行う。9セルモジュールの電気的

特性・耐候性評価試験等を行う。フィルム－セル間

の機械的密着と光学的接触性との関係を解析し、特

性改善を図る。 

・化合物系・多接合を含めた太陽電池セル・モジュー

ルの評価手法の誤差解析を行う。国際比較

（WPVS）による評価精度確認をドイツ PTB にて

行う。複合加速試験装置による実験により、温度・

光強度依存性等の基本となる加速係数を明らかにす

る。基準モジュールの校正技術の研究を開始する。 

【中期計画（参考）】 

・次世代型燃料電池の開発に貢献するため、燃料の多

様化技術、起動停止特性の改善技術などを開発し適

用用途の拡大を図るとともに、新規電解質及び新規

電極触媒技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・白金への金属酸化物の添加方法を 適化することに

より Ru を含まず CO 耐性を示す電極触媒を開発す
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る。また、空気極白金量低減のための電極触媒担体

の研究開発や、新規電解質の探索を行う。PEFC
の劣化に影響を及ぼす因子について検討する。 

・メタノール酸化電極触媒および電解質膜について新

材料開発を行うと共に、メタノール以外の燃料の可

能性についても探索する。 

・電極面積250cm2の URFC 単セルを設計・製作する

とともに、当所で開発してきた水電解スタック技術

を応用したスタック化を検討する。 

・種々の炭化水素系燃料の直接導入による高効率化の

実現に向け、炭素析出などによる燃料極性能劣化の

解析、金属材料の炭化水素燃料による浸炭現象・水

蒸気酸化現象を解明、低コスト製造技術の検討を行

う。高性能 SOFC 製作に必要な材料特性データベ

ースを構築共通基盤化する。 

・急速昇降温が可能で燃料ガスを精密に計測制御でき

る試験システムを製作し、セルの動特性等の解析を

行う。この際、小型 SOFC システムに適した軽量

小型・低温動作のセルを試作し、小型システムの性

能予測を行う。ガス流量・組成の高速高精度計測技

術を中心に発電効率の規格・標準化手法を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・変動風荷重に対して風力タービンの出力変動50%低

減低減を実現する技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・本課題は中期計画の目標を達成したので、平成14年

度をもって終了する。 

【中期計画（参考）】 

・化石資源・廃棄物等から水素濃度80%以上の高純度

水素を二酸化炭素濃度1%以下で製造するための基

盤技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・連携している企業が製作する50kg/day 連続反応装

置製作・運転支援に関わるデータ取得（反応速度、

粒子径の影響、粒子混合等）を行う。また、平成14

年度の経済性試算で明らかになったコストに占める

割合の大きな部分でのコスト削減に関わる検討を行

う。 

【中期計画（参考）】 

・樹木系バイオマスをガス化率90%以上でガス化する

技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・引き続き小型噴流床型ガス化装置を用いてバイオマ

スのガス化を行い、ガス化 適条件の検討、特に後

段に続く間接液化に適した組成（H2/CO=2～1）の

ガス製造のための条件検討を行う。草本系バイオマ

ス１種、樹木系バイオマス1種で反応条件の 適化

の検討を行う共に、各種バイオマスのガス化を行い、

バイオマス原料組成とガス化特性の相関関係を明ら

かにする。 

【中期計画（参考）】 

・酸化物を中心とした微粉末半導体光触媒を用いた太

陽光による効率的な水の直接分解プロセスを開発す

るための基盤技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・太陽光触媒による水からの水素の直接製造について

は、引き続き、新規の可視光応答性半導体光触媒の

探索を行うと共に開発した光触媒系の性能向上をね

らう。 

【中期計画（参考）】 

・水と炭酸ガスと太陽光から高効率で高エネルギー化

合物を製造する人工光合成プロセスの確立のための

基盤技術を開発する。 

《平成15年度計画》 

・炭酸ガスの光還元固定に関して、今までの研究成果

についてまとめを行う。 

【中期計画（参考）】 

・将来のエネルギー供給の基幹部分を担う原子力につ

いて、より安全で環境負荷の小さい核融合方式に関

する基盤技術の研究開発を行う。 

《平成15年度計画》 

・逆磁場ピンチ方式について、中性粒子パワービーム

入射装置2号機の開発を完了すると共に、ひねりの

強い磁力線配位の長時間維持と計測系の整備等によ

る閉じ込め向上とプラズマ挙動の解明を図る。 

・慣性閉じ込め方式では、紫外光の相対論的照射パワ

ー密度における高速点火関連の基礎過程を調べる。

また、原型増幅器の動作頻度を2Hz へ上昇させる

ため電源その他の改造を行う。 

(4) 資源技術 

 地下資源の探査手法、資源量の評価手法、資源開

発・利用に伴う安全技術、環境保全技術に関する研

究開発を行うとともに、アジアを中心に資源開発研

究協力を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・ヒストリーマッチングに地球物理学的なモニタリン

グ手法を適用した地熱貯留層評価管理技術の開発を

行う。 

《平成15年度計画》 

・システム統合化の2年次目の共同研究として、奥会

津地域では、前年度取得した重力・SP の同時モニ

タリングのデータを使った統合ヒストリーマッチン

グを実施する。大霧地域では、前年度に白水越地域

の噴気試験に際して取得したデータを用いて貯留層

モデルの構築を行う。また、小規模な複数手法同時

モニタリングを行い、そのデータを用いた統合ヒス

トリーマッチングを実施する。これら一連のモデリ

ングを通して地球物理学的ポストプロセッサー等の

解析ツールについて問題点を抽出し改良を進めると

ともに、室内実験の結果から関連パラメータについ
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ての体系的設定法を構築する。 

・仙台平野・濃尾平野の結果を比較し、地質構造、熱

構造や水理構造等と環境影響について検討し、地中

熱利用の 適化のための地下水水理予測手法を提案

する。 

【中期計画（参考）】 

・石炭起源天然ガス資源、ガスハイドレート、潜頭性

大規模熱水性鉱床等に関して、鉱床の成因・形成機

構を解明、資源ポテンシャルの評価技術の開発を行

う。 

《平成15年度計画》 

・南海トラフにおけるハイドレート探査を目的とした

基礎調査の位置選定、調査作業に協力し南海トラフ

海域のガスハイドレート探鉱を進め、本海域の燃料

資源地質特性を明らかにし、ハイドレート資源化の

ための地質学的課題を抽出し、ハイドレートの効率

的な探査法を提案する。 

・南海トラフ海底堆積物中のメタン生成・消費関連分

子指標の測定、ハイドレート生成に伴うガス分別の

実験的・理論的検討を進め、ハイドレート鉱床の成

因に関する地化学的検討を行う。 

・水溶性天然ガス等のガス成分や付随水の化学・同位

体組成の測定・解析を進め、メタンの起源や鉱床成

因及び環境保全に関する地質・地化学的検討を行う。

秋田・新潟・千葉県、北海道等我が国の油ガス田地

帯において野外地質調査を実施し、鉱床形成におけ

るテクトニクス及び堆積学的条件を解明するための

研究を進める。 

・メタンハイドレートを孔隙に含む砂質堆積層から高

い生産性と経済性を有した天然ガスの生産技術を確

立することを目標として、MH 堆積層中のメタン

ハイドレートの分解・採収技術の研究開発を行う。

このため、既存の数値シミュレータに、メタンハイ

ドレート堆積層の変形係数等の温度依存性や、浸透

流解析に必要なメタンガスと水が同時に存在する混

相流条件における相対浸透率の計測と解析手法の開

発を行う。 

・国内炭田の野外調査と既存地質データの収集・評価

を進め、堆積盆内の炭層と炭質の空間的分布をより

高い精度で把握するとともに、石炭の炭質分析、バ

イオマーカー分析等を行い、ガス生成ポテンシャル

の評価法やその支配因子を検討する。炭層ガスを採

取・分析し、その発生機構を明らかにする。 

・メタンハイドレート堆積層の基礎物性であるガス密

度の評価手法開発及び熱物性などの物性値整備を引

き続き進めるとともに、メタンハイドレート資源の

生産手法開発にとって重要な堆積層の浸透率特性、

力学特性等に関する研究に重点化する。また、メタ

ンハイドレートの分解過程をモデル化するために、

メタンハイドレート堆積物の分解実験において、X

線 CT による分解フロント移動の可視化及び精度の

高い熱流の制御手法などを併用して検討を行う。さ

らに、ガス産出手法の開発に資する室内実験設備の

基本計画を検討する。 

・北海道無意根－豊羽熱水系の研究成果を総合報告書

として出版し、若い火山に伴う大規模潜頭性熱水鉱

床の探査指針の提案を行う。 

・平成13-14年度に作成された鉱床モデルに基づいて、

潜頭性熱水鉱床の効率的探査指針を整理する。平成

14年度に開始された、トルコ MTA、ロシア科学ア

カデミーIGEM、IV との共同研究をさらに進展さ

せ、熱水鉱床の資源評価、開発の環境影響評価手法

について、広範な知見の収集と解析を進める。効率

的鉱床探査のポイントを明確にし、探査現場や学会

への提案を行う。 

・日本のタルク鉱床についての総括を進める。 

【中期計画（参考）】 

・資源の開発・利用及び放射性廃棄物等の地層処分を

安全かつ低環境負荷で実施するための地下計測・監

視技術を確立するために、長期地下モニタリング技

術の開発を行う。また、リスクアセスメントの高度

化等による安全管理手法の開発、安全基準、検定、

爆薬及び液化石油ガスの安全利用等に係る基準の策

定に関する研究を実施する。 

《平成15年度計画》 

・反射法データ処理用に開発した散乱重合法を微小地

震探査データへ適用できるようにアルゴリズムを変

更する。地震波トモグラフィについて、震源波形推

定アルゴリズムの改良を行い、実フィールドデータ

に適用する。パーカッションドリリングを震源とし

た SWD について、数値実験によってその可能性を

検討する。ランダム不均質な地質特性が地震波に及

ぼす影響を明らかにし、実際的な地震波形解析法の

基礎的研究を継続する。 

・人工信号源電磁法2.5次元逆解析手法を実データに

適用する研究を継続し、ソフトウェアを一般に公開

する。有限要素法による3次元モデリング手法の改

良を継続し、人工送信源の組込みを行う。差分法に

よる MT 法3次元逆解析法の計算精度向上を図る。

電磁探査法による地下水塩淡境界面調査データの解

析を行い、その有効性を検討する。地層処分場等に

関連した岩盤評価手法として、高分解能の人工信号

源電磁探査システムの開発に着手する。 

・シンクロトロン X 線画像データの解析を基にした

NMR 検層の浸透率推定方法を開発する。平成14年

度に取得した NMR 検層実験データを解析し、坑井

内亀裂検出の可能性を評価する。可搬型 NMR 測定

装置を完成し、浸水ビーズ等の地質モデル物質を用

いた適用実験を行う。NMR 計測データと他の物性

データを合わせた総合的な解釈に資するため、岩
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石・粘土等の含水多孔質媒体の NMR 物性計測実験

を行う。 

・地下水観測井における観測の継続と成果の公表、地

下水センサー試作品の改良と現場への適応実験など

を行う。 

・応力測定孔を深度750m まで増掘し、岩盤調査と水

圧破砕法による応力測定を実施する。加えて、コア

による岩盤初期応力推定法の一つである ASR 測定

を実施する。 

・高温下及び封圧下での堆積岩の長期クリープ試験手

法の検討及び試験を実施し、長期変形挙動解析に資

する基礎データを蓄積する。 

・複数のサイトからの原位置ボーリング掘削音データ

の詳細な反射波解析を行い、地質条件と反射体検出

能力の関係を明らかにする。また模擬掘削実験によ

り、掘削条件の違いに対応した反射波解析法を検討

する。 

・軟岩試料を用いた原位置地下応力測定を実施し、試

験マニュアル作成の基礎データの収集を行う。岩石

コアの封圧下での AE 挙動について調べ、地下主応

力との関係について検討する。 

・平成14年度試作の測定装置を用いて、室内において

は地下環境模擬試験装置を用いて温度・湿度をコン

トロールした環境下での熱物性量及びインピーダン

スの測定を実施する。屋外・坑内においては、セン

サーの埋設及び模擬試験体を仮定した加熱実験を行

う。 

・マネジメントの相違による保安システムのリスク低

減効果の相違を検討するとともに、成果の普及に努

める。 

【中期計画（参考）】 

・インドネシアでの地熱資源調査とベトナムでの鉱物

資源探査・評価についての資源開発研究協力を行う。 

《平成15年度計画》 

・本課題は中期計画の目標を達成したので、平成14年

度をもって終了する。 

(2) 革新的・基盤的技術の涵養 

１．分野横断・革新的技術 

 福祉高齢化社会においても安全・安心な生活、

高度情報化社会および環境と調和した社会システ

ムの実現のためのフロンティア技術の開拓を目指

し、新現象の解明、革新的物質・デバイスの創製

のために、ナノバイオテクノロジー、ナノデバイ

ス、ナノ材料など、各分野の研究開発の推進の基

盤となる、分野横断的なナノテクノロジー技術及

び多分野にまたがる共通基盤技術である光技術、

計算科学、人間のモデル化技術、計測分析技術に

ついて、先導的、先進的に研究開発を進める。 

(1) ナノテクノロジー 

 ナノメートルにおける物質の制御による有用な材

料、デバイス、システムの創製技術とともに、材

料・機器のマクロ性能の飛躍的向上をはかる技術を

開発する。 

【中期計画（参考）】 

・量子構造における新規物理現象の探索・解析を行い、

単一電子検出デバイス、スピンデバイス、超伝導デ

バイス等へ応用するための要素技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・高い識別能のホストゲスト相互作用を示すカリック

スアレーンおよびメタロセンとホトクロミック分子

の複合体を中心として、イオン捕捉能制御、光応答

性触媒による立体規則性重合制御などの、分子内・

分子間相互作用の積極的利用による分子認識をトリ

ガーとする機能制御を実現する。 

・サイズと組成から構造を決めるために、光解離分光

と質量分析との併用および化学反応プローブ法の開

発を行う。 

・ヘリウム気流中で気相熱処理を行うことにより、3-

18nm のサイズの金ナノクラスターが構造を変換し

制御するための条件を明らかにする。さらに磁性金

属ナノクラスターの酸化過程を詳細に調べるととも

に生成物の内部構造を観察することにより磁性粒子

の作製条件と構造との関係を明らかにする。 

・光誘起相転移の分子動力学シミュレーションを進め

るとともに、共役分子のスピン整列に関する理論計

算をさらに進め、光やキャリアによるナノスケール

のスピン制御の具体的可能性について検討する。分

子やナノチューブの伝導に関わる新しい機能を探索

する。量子状態の制御理論を発展させる。 

・新スピン機能素子の研究に関しては、前年度に発見

したスピン依存電子波干渉効果を動作原理とする革

新的な MRAM 接合素子を試作する。また、新発見

の Cr 系室温強磁性半導体について、電子伝導キャ

リアの制御性を実証するとともに、スピン機能半導

体磁気光学導波路を利用した新素子の提案を行う。 

・酸化物の多様な電気伝導機構の解明と応用に関する

研究に関しては、10の-24乗気圧以下の極低酸素分

圧結晶育成法により遷移金属酸化物、無酸素 Si 結

晶等を作成し、従来法との定量的比較を行うととも

に、Tc=100K 以上の Tl 系、Hg 系、頂点 F 系酸化

物超伝導体単結晶を用いて Tc 決定要因の系統的研

究を行う。また、量子コンピュータ素子等への応用

を目指して磁性と超伝導を融合した新しい接合素子

の試作を行う。Tl（Cu）系超伝導薄膜の研究では、

1インチ基板への両面成長と Rs=5mW＠100K＠

38GHz の特性を実現する。さらに p-CuAlO2を用

いた pn 透明半導体ダイオードを低温・一貫成膜プ

ロセスにより形成し、発現する光起電力効果の定量

的評価および薄膜評価を行う。 

・前年度考案した強磁性体を用いた単一電子トランジ
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スタ構造の 適化を行い、磁場ヒステリシスの再現

性を向上すると共に、ゲートによる素子特性制御を

試みる。超伝導体／絶縁体超格子発振素子と検出素

子を同一チップ上に作製し、発振素子からの THz
電磁波放射を測定評価する。 

・平成14年度に引き続き、半導体アプリケーションチ

ップ実用化技術開発（MRAM）について、共同研

究施設の整備を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・単一分子の導電特性、力学特性等の物性を計測する

ために、多針の多機能走査トンネル顕微鏡を開発す

る。さらに、生体分子間の相互作用が計測可能なプ

ローブの開発のための要素技術を確立する。 

≪平成15年度計画≫ 

・数100種類の新規ナノ粒子を合成し、モデル系にお

ける分子認識能、および担癌マウス体内での動態を

調べる。これにより、新規 DDS ナノ材料の構造対

機能の相関データを蓄積し、治療用及び診断用に利

用できる標的指向性ナノ粒子開発の基盤を確立する。 

・オリゴチオフェン、オリゴシランなどの液晶的な秩

序を持つ、導電機能性材料に焦点をあて、光電子特

性と分子集合状態との相互関連と機能制御の実現を

目指す。 

・サーモトロピックキュービック液晶を中心に、高圧

下での相挙動をさらに系統的に追究することで、特

異な分子集合状態の成因を明らかにする。 

・π共役系分子複合体をベースとした分子ワイヤーを

合成し、官能基との複合体を構成することで、超高

感度な電気的な分子センサー機能の実現する。 

・高感度検出器を利用して単一分子 SERS 信号強度

の測定時間を現状の1s から10ms に向上させる。併

せてデータ転送用の高速ソフト開発を行う。 

・分子を一個ずつ順番に運搬・配列するための条件を

決めるために、電気泳動チップ技術を応用してマイ

クロ・ナノチャネル内で色素分子を移動させる。こ

のとき、ビデオ顕微法を用いて、1個の分子の蛍光

輝点が孤立して観察されるように色素の濃度と移動

速度を調節して検討する。 

【中期計画（参考）】 

・走査トンネル顕微鏡等の高度化により、次世代半導

体における10nm オーダーの形態観察、局所元素分

析および作製プロセス評価のための in-situ 機能解

析技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・走査プローブ酸化技術を用いたナノ導波路の作製技

術を更に高度化し、導波長の向上を図るとともに、

金属表面のプラズモンを利用する新しい極微小光デ

バイスの構築を目指す。 

・水面上単分子膜、LB 膜、自己組織化膜などの界面

分子集合体を対象として、強誘電性、高伝導性、高

絶縁性、光誘起構造転移などの機能的構造を実現す

る新規分子を開拓する。また、これらの構造を詳細

に明らかにすることで、機能発現の物理・化学機構

を明らかにし、分子デバイス等の実現への基盤を構

築する。 

・光プローブにおいては低温測定における走査範囲の

拡大と、2探針測定、ナノ光導波路の実用化に向け

ての検討を行う。 

・低電圧における駆動を目指すために、素子作製プロ

セス条件の再検討を行う。また高い磁場感度を持つ

新規材料の探索を再開する。半導体におけるスピン

緩和機構を詳細に調べることにより、更に高いスピ

ン注入を実現するための基礎的な知見を集積する。

プローブ陽極酸化のメカニズムの解明と安定性の良

い加工を行うための条件抽出を行う。 

【中期計画（参考）】 

・極限機能分子としてのカーボンナノチューブを応用

するための要素技術（大量生産、高分解能、高再現

性、長寿命化等）を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・カーボンナノチューブ単一電子計測システムの誤動

作を回避する回路の検討、およびカーボンナノチュ

ーブへ規則的に欠陥を導入する手法の検討を行う。

ナノチューブへの電極形成について、低融点金属の

種類等を変えオーミック接合の向上を図る。単層カ

ーボンナノチューブの可飽和吸収効果等、非線形光

学特性とその応用開発に関する研究を進める。単層

カーボンナノチューブ LB 膜について、電気伝導

性・光伝導性等の評価を行う他、LB 膜への官能基

導入の手法を検討する。カーボンナノチューブの

STM/STS に対する基板の影響を調べる他、STM/ 
STS により MoS2チューブ等の新規チューブ状物

質における微視的構造と電気特性との相関を調べる。 

・特性改善のため電子分光器の改造を行う。とくに検

出器部分を改善し検出効率の10-20倍の向上を目指

す。 

・触媒の改善、プロセスの 適化を行うとともに、得

られた単層ナノチューブサンプルの基礎特性を検討

する。 

・ナノチューブの径、層数などを触媒技術により精密

に成長制御する方法について検討する。 

・得られた薄膜の導電性、光透過性等の評価を行うと

共に、機能性高分子との混合による新たな機能の創

出を目指す。 

・触媒、炭素源供給法、合成プロセス、生成物分離な

どの各要素過程において、磁場効果を詳細に検討す

る。 

【中期計画（参考）】 

・自己集積性分子の高効率精密合成により、10-

100nm の有機ナノチューブ、ナノワイヤー等の材
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料創製を行うとともに、構造制御および任意の固体

表面に固定化する技術を開発することで、機能集積

素子の実現に資する。 

≪平成15年度計画≫ 

・種々の三次元形態が制御された有機系の高軸比ナノ

構造を鋳型に用いて、各種の金属酸化物を構成成分

に持つナノ構造（例えば、ナノチューブ）へ複製す

る技術を検討する。さらには、脂質ナノチューブや

その転写物を利用した微小流路への適用を図るため、

ナノチューブが提供するナノメータサイズ（10～

100nm）の中空シリンダー環境の特性を明らかにす

る。シリカナノチューブ系が有する各種特性の解析

と、カーボンナノチューブ系と比較検討した場合の

その優位性や特徴を抽出する。 

・分子スケールデバイスの構築を目標に、外部刺激応

答性を有するロタキサンや複核金属錯体を創製し、

基板への導入を図るとともに、基板上で機能評価を

行なう。また刺激応答性を導電性の変化として読み

取る単分子素子の開発に向けて、導電性分子の中心

にゲート部位を持つ分子を創製し、刺激応答性を

SPM 等で観察する。さらに特徴的な基板の開発や

機能性分子素子間の配線にも挑戦し、分子スケール

デバイスの構築に向けた基盤技術の確立を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・ナノ機能構造体の生産性及び制御性に優れた加工法

及びそれを実現する加工装置技術の基盤技術を開発

する。 

≪平成15年度計画≫ 

・ナノ加工を実現する上で必須な加工装置システムの

温度均一性を可能にするための要素技術として、凝

固の相変化を伴うい流動性二相流による除熱方法を

活用し、冷却部の温度均一化効果の実証を行う。ま

た、超解像技術を用いるレーザー微細加工技術に関

しては、加工痕径の更なる微小径化の実験検討を進

めるとともに、エネルギー効率向上の手法を提案す

る。さらに、加工のための基盤技術として、液体中

に発生させることの出来るナノバブルに関して、洗

浄機能を実験的に検証する。 

(2) 光技術 

【中期計画（参考）】 

・次世代光情報通信における高精度な光計測、光の発

生・制御のため、光機能材料、超高速動作光制御デ

バイス、高精度光計測・制御技術、量子暗号通信等

を開発し、超高速・超高密度情報通信の実現に貢献

する。 

≪平成15年度計画≫ 

・繰り返し160GHz の OTDM パルスに対するタイミ

ング雑音低減技術を開発する。量子暗号鍵配布にお

ける誤り率の改善、および鍵生成率の向上を図る。

時間信号を空間信号に展開する光学システムを作成

し、時系列パケット信号の認識実験を行う。 

・EO サンプリング素子により、量子細線 FET の

100GHz レベルの超高速応答特性を調べる。3次元

フォトニック結晶導波路に関して、多層積層による

ロスの低減、パルス伝播特性の測定、モード変換素

子の設計を行う。Low-k ポリイミドを組み込んだ

OEO 光スイッチング素子の試作と評価を行う。量

子ナノ構造を用いた超高速光制御素子及び量子情報

素子の試作および、光制御実験を行う。 

・超高速サブバンド間遷移利用光スイッチデバイス実

現に向けて、低エネルギー化のためのリッジ型光導

波路構造の作製プロセスに着手する。反射型近接場

顕微鏡のプローブ制御機構のコンパクト化を進める。

結合光学素子の改良により、微小球への光結合効率

を向上させる。10GHz を目指した新励起方式によ

る通信波長帯域光パラメトリック発振器の高繰返し

化を行う。 

【中期計画（参考）】 

・光情報通信・情報処理等に必要な化合物半導体、酸

化物半導体等の高品質薄膜結晶成長、界面制御、微

細構造形成技術による高性能光デバイス実現のため

の要素技術を確立する。 

≪平成15年度計画≫ 

・均一性の向上した量子細線中の電子のバリスティッ

クな伝導やキャリアオーバシュートを極低温顕微電

気光学サンプリングにより評価する。波長域の拡大

を目指し、量子細線光ディテクタや量子細線レーザ

の開発を行う。 

・p 型 ZnO の作製を中心に研究を進める。p 型 ZnO
実現のために必要なオーミック電極作製技術、p 型

ZnO の同定技術の開発、さらにアクセプター不純

物の電気的な活性化技術の開発を目指す。 

・MgZnO/ZnO 量子井戸の高品質化を図り、励起子

発光の高効率化を図る。 

・ZnO の透明導電膜についてはイオンプレーティン

グ装置等のダメージの少ない成長法を用いて200C
以下で2x10-4Ωcm 以下の製膜技術の開発を行う。

新しいドーパントの探索やプラスチック基板等への

低温製膜技術を開発する。 

【中期計画（参考）】 

・光通信における高性能光集積回路の開発を目指し、

ファイバーや導波路用のガラス系材料開発とデバイ

ス化技術開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・大きさ数 mm 角で4ch 以上の超小型分波器および

電子チップ間インターコネクションとその周辺のマ

イクロ光学部品を開発する。また、量子サイズ効果

などを利用した高輝度発光ガラスの応用展開を進め

る。 

【中期計画（参考）】 
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・超高速大容量光情報をリアルタイムで処理するため、

有機・高分子系材料による高輝度発光素子、フレキ

シブルな光導波路、ペーパライクカラー記録表示等

の開発を行う。またナノ構造を制御した光デバイス

や高密度光メモリーを実現するために必要な、近接

場計測・制御技術の開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・有機トランジスタに於ける電荷注入効率改善のため、

電極修飾技術の開発を行うともに、フレレキシブル

塗布型絶縁層の開発のため、有機無機複合材料の開

発を行い、電界効果移動度0.1cm/Vs、オフ電流

10-11A 台を示す有機トランジスタを開発する。 

・極性配向高分子を用いた電気光学光スイッチ特性を

評価する。その結果を分子設計にフィードバックし

て、フレキシブルディスプレイに適用可能な電気光

学定数100pm/V を目指す。また、カーボンナノチ

ューブ（CNT）の光応用のため、CNT の高分子中

への分散化技術の検討と可飽和吸収とスイッチング

特性の制御法を確立する。 

・光波閉じこめ構造を利用してポラリトンを制御し、

光集積回路に必要な機能の実現を目指す。また、共

役高分子においてエキシトンとポラリトンの強結合

による有機ポラリトンレーザー発振の可能性を探索

する。 

・近接場光技術に関しては、マルチプローブ技術を開

発する。また磁気共鳴技術も含め、バイオセンサー

等への応用展開を検討する。光導波路等光デバイス

については実用に近づけるため、より幅広い材料系

への応用を図るとともに、光分流、光スイッチなど

の機能の付与を検討する。また性能向上のための色

素拡散のメカニズムを検討する。 

・銀粒子・ワイヤー以外の金属にも応用し、白金等の

ナノ構造を形成すると伴に、ラマン増強分子センサ

ーの実用化技術を開発する。また、ナノ構造を応用

した光デバイスを考案し、試作する。 

・フルカラー記録表示材料では、引き続き高い光応答

性を目指して新規アゾベンゼンを合成する。熱モー

ドフルカラー記録材料の実用化研究としては民間企

業と共同で、引き続き感熱層の膜厚保持性と易塗膜

性の向上について検討する。 

・有機フォトクロミック材料のさらなる応用を検討す

べく、フォトリソグラフィーなどの微細露光光学系

の簡便な調整などに寄与しうる新規薄膜材料の開発

を行う。当面は、従来その調整に膨大な手間と時間

を要している半導体ステッパーでの使用を想定し、

ステッパー照射光の波長域で露光でき、繰り返し使

用（100回以上）が可能な薄膜（層厚2μm 以下）

を開発する。 

・機能分子合成の基礎研究のうち光重合性有機ゲルで

は、引き続き電場や液晶場や添加物を利用したゲル

の成長方向、成長速度および形状の制御を試みる。

光応答性高分子では、光濡れ性変化が可逆的に起こ

る膜を目指して表面グラフトの手法を試みる。 

・バイオ（BT）、情報（IT）およびナノ（NT）テク

ノロジーを融合させたバイオフォトニクス分野の開

拓を目指し、金表面の単分子膜および金属微粒子表

面における蛋白の固定化および基板表面のマイクロ

パターニング化を行う。 

【中期計画（参考）】 

・省エネルギー・省環境負荷を実現するために、自然

光等を有効利用して光る表示素子や三次元表示が可

能な書き換え可能なホログラムの開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・省エネ発光素子において、ディスプレイへの応用の

ための RGB 三原色の発光素子（ディスプレイ・モ

ジュール）の試作を行う。また、p 型または n 型半

導体分子の分散、構造制御および有機半導体／電極

界面の接合形成についての研究開発を行い、有機薄

膜太陽電池として1%以上の変換効率を目指す。 

・PSR を用いた多値記録方式の検討および20 

[GB/inch2]の書き換え可能記録方式を検証する。 

【中期計画（参考）】 

・光を利用した新材料創出、環境調和型プロセスのた

めの技術として(1)光合成における電子移動の理論

的研究、(2)色素・半導体表面等における超高速電

子移動反応の素過程の解明、(3)光エネルギー変換

技術の設計指針の確立、(4)レーザー等による量子

反応制御実現のための要素技術の確立、(5)高密度

パルス光によるレーザー精密プロセスによる高機能

材料の作成、レーザー応用表面改質技術、薄膜、微

粒子作成技術、極低温場レーザー反応による新規活

性化化学種クラスター等の構造特異化合物の作成技

術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・平成14年度に立ち上げたフェムト秒レーザーシステ

ムを用いて、単純な分子を対象とした位相制御、選

択的光分解反応の反応制御実験を行う。201nm の

レーザー光を用いる1＋3光子同時励起に関して種々

の分子系の光分解反応を探索することにより、分解

生成物の収量を選択的に制御できるかどうかの評価

を行う。特殊反応場を用いた反応制御に関しては、

一層の選択率の向上を図り、さらに、表面でも振動

モード選択性が現れるかどうかの確認を行う。ヨウ

化メチルクラスターの光分解の実験に関しては、

220nm 程度まで使用可能な波長可変紫外光源を作

製し、選択的励起の可能性について検討する。 

・酸化チタン中に生成した電子のスペクトルの表面構

造依存性を詳細に検討する。また、電子注入効率の

励起波長依存性を測定し、デバイス出力との比較を

行う。半導体の表面状態や伝導帯の状態密度が電子
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移動のダイナミクスに与える影響について詳細に検

討する。合成したポルフィリン二量体から、包摂し

たフラーレンへの超高速電子移動反応を検討する。

また、ポルフィリン二量体の空間的配置のコントロ

ールも行う。 

・平成14年度に確立した理論を用いて、酸化チタンナ

ノ微粒子における励起に伴う光電流の時間変化を解

析的に求め、それを用いて実験データの解析を行う。

ポリマー中の移動度については、高電場領域での実

験と理論の不一致を解消するため、分子振動の効果

をさらに精密に取り入れるとともに、色素の分散を

考慮した検討を行う。 

・平成14年度に引き続き、光増感太陽電池の高性能化

の検討を、(1)酸化物半導体光電極の 適化、(2)新

規高性能 Ru 錯体色素の開発、(3)高性能有機色素

の開発、(4)電解質溶液系の 適化、(5)セルの耐久

性・封止・集積化技術等の項目について行う。目標

である太陽エネルギー変換効率8%の新しい色素増

感太陽電池の開発にむけて要素技術の成果の集大成

を行う。 

・太陽光触媒による水の完全分解反応については平成

14年度に引き続き、新規の可視光応答性半導体光触

媒の探索と活性向上をねらう。また平成16年度の評

価を前に、過去3カ年の研究成果の総括を行うとと

もに、本格的に光触媒電極の開発に取り組み、水素

発生の大幅な発生効率の向上をねらう。 

・平滑性に優れた高品位な窒化炭素薄膜が得られるよ

うに作製手法の 適化を行い、薄膜の光学特性を評

価する。また、レーザーアブレーションによるβ－

鉄シリサイド薄膜および超微粒子の新規作製手法の

産業応用を目指し、近赤外発光素子の試作を行う。 

・当研究チームにおいて独自に開発されたレーザー誘

起背面湿式加工法による石英ガラス等の微細加工法

を用い、産業技術への応用を目指して微細パターン

構造を利用した表面機能化素子や光学素子の試作を

行う。 

【中期計画（参考）】 

・次世代光情報通信技術や高精度計測技術の基盤的研

究整備のため、フェムト秒、アト秒レーザーパルス

等の可視から近赤外域での発生制御、圧縮、増幅技

術や極端紫外コヒーレント光の高効率発生技術の開

発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・異なった2波長（800nm、1200nm）のフェムト秒パ

ルスのフーリエ合成に必要なレベルの高精度位相制

御の実現を目指す。増幅器におけるパルス内光波位

相揺らぎの測定方式の開発と揺らぎ評価を行う。オ

クターブバンドの広帯域分散補償法の開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・次世代高度物質プロセス・計測技術開発を目指して、

赤外から X・γ線に至る高輝度広帯域光源としての

多機能放射光・自由電子レーザー、及び高機能量子

放射源としての低速陽電子ビーム、プラズマ X 線

技術の発生制御の高度化とその微細プロセス・精密

計測への利用技術開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・FEL の190nm 以下での発振実験を行う。改良型光

クライストロンから発生する赤外アンジュレータ光

の各種特性を評価する。遠紫外 FEL の光電子放出

顕微鏡への利用実験を開始する。エネルギー可変γ

線による CT システムを用いた工業製品の非破壊検

査を行う。多層膜 FZP における縦横の収差をなく

す技術の開発と、硬Ｘ線顕微鏡への応用を進める。

ガスターゲットからのレーザープラズマ X 線の特

性測定を進めるとともに、軟 X 線の成膜技術への

応用実験を行う。 

・光電子放出顕微鏡をシステムアップし表面ナノ構造

形成のダイナミクスの研究に着手する。同時に偏光

変調分光法を用いたアミノ酸ナノ微結晶のキラル識

別法の開発を進める。放射光とイオンビームによる

微細加工技術で作製したフォトニック結晶の光学物

性の測定に着手し、フォトニック結晶の微細構造の

表面精度（平滑度）の nm オーダーへの向上を図る。

斜入射ゾーンプレートを用いた水の窓の領域での走

査型生体 X 線顕微鏡の設計・製作に着手する。鉄

シリサイド光機能材料の開発のため Fe/Si 多層膜の

イオンビーム・ミキシングに着手する。 

・陽電子寿命・γ線エネルギー二次元測定によるポー

ラス膜の空孔連結性についての定量的評価法を確立

する。AMOC（寿命運動量相関）測定の 小自乗

解析法を開発する。XPS との比較測定により

PAES（陽電子消滅励起オージェ電子分光）の表面

感度を明らかにする。低速陽電子ビームを用いた材

料評価測定を電子材料・光学材料へ適用しサブナノ

～ナノ構造を調べプロセスへフィードバックする。

C バンドマイクロ波を用いた小型電子リニアック加

速器のための高パルスレート（1000pps 以上）用大

電力マイクロ波大電力増幅器の開発を行う。 

・超伝導検出器の性能を左右する空間分布（光子吸収

位置依存性）の網羅的特性評価を行い、空間分布の

光子エネルギー依存性、検出器構造依存性等を明ら

かにする。この特性評価をもとに、2keV 以下と

2keV-10keV のエネルギー領域に分け、蛍光Ｘ線吸

収分光、蛍光Ｘ線材料分析に適した、検出器構造を

決定する。 

【中期計画（参考）】 

・光を利用した有用で新たな計測制御操作技術開発の

ため、光学部品等の形状を高精度で計測する技術お

よび広帯域光センシング技術、光の位相やコヒーレ

ンスを制御する技術、微粒子配列の光デバイスへの
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応用を目指した光ピンセット技術の研究を行う。超

高精度計測、光制御、および光ピンセット技術の高

度化等の研究開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・波長走査干渉計等の新しい形状計測技術において各

種系統誤差要因を詳細に分析する。光波のゆらぎを

制御する方法を理論的に検討し、より安定した波面

制御を実現するシステムの構築を目指す。光ピンセ

ット技術で、従来困難とされている吸収体・磁性体

の位置及び回転の制御技術を新しく開発する。 

・次世代モバイル用表示材料技術研究について、引き

続き共同利用研究施設の整備を行う。 

(3) 計算科学 

 現象発現の仕組みがより複雑化し、物理的にもコ

スト的にも実験・実証が困難化している状況の打破

を目的として、構造と機能の解析・予測のシミュレ

ーションをコンピュータで行うことによる現代科学

技術の発展の基盤となる技術を先端情報計算センタ

ーの計算資源を活用して開発する。 

【中期計画（参考）】 

・化学反応解析技術における表面反応、生体反応など

大規模反応系の高精度計算および反応経路予測技術

を可能にするため、(1)第一原理分子動力学法の高

速・高精度化手法、(2)高速分子軌道法／密度汎関

数法と高速分子動力学法の結合方法、(3)フラグメ

ント法、レプリカ法に基づいた新しいコンビナトリ

アル法と複雑な遷移状態の構造を広範囲にかつ高速

に検索できる新しい統計力学理論に基づいた拡張ア

ンサンブル法、および(4)大気中の化学物質の化学

反応、触媒反応、超臨界流体中の化学反応、表面反

応へ応用するための方法を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・有限要素基底や局在基底を用いる第一原理分子動力

学法の機能拡張を行い、化学反応解析への適用を図

る。反応経路を効率的に探索する方法について、現

実系への適用を考慮しつつ研究開発する。時間依存

密度汎関数法により電子状態の時間依存を取り入れ

た方法による化学反応解析を試みる。適用研究とし

ては、電極反応、超臨界水中の反応などの研究を継

続して行う。 

・FMO 法の機能拡張を継続して行う。具体的には、

酵素反応など化学反応機構の解析に適用できるよう

に、開殻系をはじめ多様な電子状態計算が可能とな

る拡張を行う。また、動的性質の解析が行えるよう

に、FMO 法を用いた分子動力学法のプログラムを

開発する。さらに、FMO 法を標準的な電子状態計

算プログラムである GAMESS に組み込み公開する。

適用研究として、カルシウムイオンポンプタンパク

質の構造と機能の解析を継続する。また、構造に基

づいた論理的創薬 (Structure based drug design)

へ FMO 法を適用する。 

【中期計画（参考）】 

・ナノ物質解析・設計シミュレーション技術について

は、1ナノメータから100ナノメータのスケールにわ

たる複雑系であるナノ物質に対して、従来のシミュ

レーション技術を越えた新たな解析・設計技術を確

立することを目的として、産業界での応用研究上重

要な複合ナノ物質系の構造・機能を予測し、物質設

計を実現することを目指す研究を行い、所定の機能

を発現する複合系の設計指針を得ることが可能なシ

ミュレーション技術を開発する。具体的には、固体

表面や、微細孔物質（FSM-16など）における分子

の自己組織化を利用した分子デバイスなどを研究対

象とする。 

≪平成15年度計画≫ 

・第一原理リカージョン法の整備と機能拡張を継続し、

量子計算と古典分子動力学法との融合法などを開発

し適用範囲を広げる。自己組織化現象を解明するた

めの新しい分子動力学法を開発する。前年度に開発

した粗視化法を汎用化して広範なナノ物質系に適用

可能とし、ナノ構造体の形成過程の解明を行う。連

続体力学と分子動力学の融合法を開発し、ナノから

メゾ領域の複合ナノ物質系の構造・機能の解析・予

測を可能とする手法を開発する。 

・公開したソフトウェア「離散化数値解析法のための

並列計算プラットフォーム」について引き続き新機

能を付加したバージョンアップを行い、共同開発企

業との連携により適宜講習会などを開催し、種々の

技術情報、ニーズが集まる仕組みを作る。解析手法

の開発では、解析（メッシュ・粒子）モデル構築手

法を内蔵した高精度解析手法を中心に研究開発を行

う。具体的には、流体解析については多相流解析、

構造解析については均質化法などマルチスケール解

析、 適設計においてはマルチフィジックス、トポ

ロジー 適化技術、これらの共通基盤として並列解

析と適応型解析モデリング技術を位置づけて、実問

題の解決に役立つ研究を展開する。転炉二相流解析

に関する共同研究を更に発展させ、二相流解析のナ

ノテクノロジー分野への応用について検討する。 

・電子励起状態理論の開発・改良では、TDDFT の非

局所交換相関項の研究を進め、汎用性の高い汎関数

を探索する。強相関電子系の理論として、量子モン

テカルロ法と第一原理電子状態計算法を結びつける

種々の理論手法を研究する。ナノ構造系の研究では、

電極に挟まれた分子のコンダクタンスの計算や生体

分子、超分子の電気伝導の理論について検討する。

固体電子材料の研究では、有機導体、金属化合物の

電子物性を第一原理計算と物性理論により研究する。

電子状態計算の高精度化・高速化の研究を継続して

行う。 
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(4) 人間のモデル化技術 

【中期計画（参考）】 

・ビジョン技術を適用することで、足や体型の静的形

状、動的変形を非接触計測する手法を研究する。静

立位時の形状データ、歩行、走行などの運動に伴う

関節変位や形状変形データを収集し、これをコンピ

ュータ上でモデル化することで、個人差や運動によ

る状態差を定式化する。また、このディジタルヒュ

ーマンモデルに基づくウェアラブル製品の設計・製

造・販売システムの基盤技術について、企業との共

同研究を通じて具体的に研究する。 

≪平成15年度計画≫ 

・着装製品のより高度なシミュレーションと評価のた

めに、3次元プラス時間軸で人間のモーションを計

測する4次元計測手法を開発する。モーションプリ

ントから心理状態を自動的に推測する方法を研究す

る。人間は、多くの操作を「手」で行っていること

に着目し、リモコンなどの製品設計やユーザーイン

タフェースに適用可能なハンドのモデル化（デジタ

ルハンド）に着手する。 

・引き続き、人体・頭部・足部のデータを整備し、

TLO を通じたデータの提供方法を準備する。 

・歩行について、人間とロボットを比較し、ヒューマ

ノイドの自然、安全、効率的な歩行を実現する。 

・超音波タグを動作による会話認識に適用し、視覚障

害者の生活支援や語学学習への応用を図る。 

(5) 計測・分析技術 

【中期計画（参考）】 

・計測分析結果の定量的理解と共通の尺度を提供し、

先端技術開発、環境保全技術等へ貢献するため、計

測分析技術の開発を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・既に製作した薄膜製作装置と金属薄膜蒸着制御装置

を用いて二種類の金属試料について膜厚の異なる数

種類の薄膜試料を製作し、調整整備した光電子分光

装置を用いて、放射光励起光電子分光法を用いた非

弾性散乱平均自由行程の高精度測定を行う。そのデ

ータを元に薄膜試料の作製条件について、標準化の

ための 適条件を決定する。溶融塩中の化学種に定

量分析精度を向上させるための解析法の開発と、シ

ミュレーション計算による化学種モデルの構築を行

う。水溶液中のモリブデンイオンについて XAFS
による定量分析のための予備実験を行い、解析法を

開発し、元素別定量と組み合わせて、酸化数、配位

構造等の違いによる XAFS スペクトルの違いを利

用した状態別定量を試みる。 

・国際比較、国内共同研究を通じ MALDI-TOFMS
の定量性についてのガイドライン作りを行う。また、

光散乱と NMR を用いた液体中の拡散係数による粒

径測定の高精度化を行う。 

・低温プラズマ中の化学種の定量的な質量分析のため

の方法を検討する。新型向流クロマトグラフ装置に

ついて、幾つかの2相液系を用いて分離性能に関す

る試験を進めながら装置の改良に取り組む。また、

環境ホルモン基準物質の精製の程度をモニターする

為の分析 HPLC による微量不純物分析法を確立す

る。 

・応用計測技術について、引き続き、フェムト秒コム

距離計、及びパルス列干渉計の高度化に必要な、光

ビートの純度向上を行うとともに、その技術の2次

元化の基礎実験を試みる。 

・核共鳴回析格子による核共鳴励起放射の測定及び他

の核種試料について核共鳴励起放射波長の測定を行

う。 

・二次元走査を目的とした光ファイバーによる光超音

波の励起と検出技術について検討を開始する。また、

検出感度を向上させるため、等価的に光源強度を高

める装置改良を行う。 

・フィードバック制御通電加熱により温度一定に保持

した試料表面に、1ms 以下のバルス幅のパルスレ

ーザーを照射し、その後の試料裏面の温度変化を高

速放射温度計により測定する技術を開発する。また

既存のパルス通電加熱装置において試料を流れる電

流、試料での電圧降下の計測、及びパルス通電装置

に既設の放射温度計に関して計測の不確かさ評価を

行う。さらに可視域エリプソメータによる分光放射

率計測の不確かさを評価する。 

・砒素イオンを低エネルギーで注入した単結晶 Si 試

料について、注入イオンの深さ分布測定を行い、イ

オン注入条件によるドーパントの深さ分布に対する

影響を調べる。耐環境性高分子の劣化挙動を陽電子

消滅法により調べる。普及型陽電子寿命測定装置の

動作試験を行う。 

・多様な金属多層膜をピコ秒サーモリフレクタンス法

薄膜熱拡散率計測技術により測定し、金属多層膜の

熱拡散率計測技術を確立する。放射測温の波長域及

び温度域の拡大に取り組むとともに、赤外光学系評

価技術の高度化を図る。示差方式レーザフラッシュ

法によりコーティングの熱拡散率を計測する技術を

開発する。また熱電デバイスを用いた光学精密計測

用温槽を高度化するとともに、レーザ干渉式変位検

出装置を試作する。 

・熱膨張計のレーザ干渉計部分の一体化による改良を

施し高精度化を図る。また熱反射法による熱浸透率

計測装置に、試料用恒温漕を導入し測定温度域の拡

張を図る。 

・平成14年度での水の三重点の結果の広い温度域への

ユニバーサルな適用を検証するため、アルゴン点温

度の近傍における磁場中評価を行い、ユニバーサル

な定式化が可能か検証する。 
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・SRG（スピニングローター真空計と IG（電離真空

計）の特性評価を継続して行い、この結果を基に平

成14年度に洗い出した規格化項目のないよう検討を

進め、SRG と真空計を用いた真空圧力の測定法の

規格草案を作成する。比較校正装置の改造と試験を

行い、この試験結果などを基に JIS Z8750「真空計

の比較校正法」の規格改正草案の作成を進める。 

・半導体検出器では困難な、ZnO の蛍光 X 線吸収分

光が可能な超伝導検出器を開発する。ZnO で重要

な酸素（524.9eV）、窒素（392.4eV）の蛍光ピーク

の分離が可能なエネルギー分解能50eV 以下を達成

する。 

【中期計画（参考）】 

・超伝導効果を利用した次世代電圧標準デバイスを開

発するとともに、HTS-SQUID を利用した非破壊

計測技術、及び広帯域超伝導 AD コンバータを開発

する。 

≪平成15年度計画≫ 

・約13万個の NbN/TiN/NbN ジョセフソン接合、マ

イクロ波分配回路、dc ブロック、終端抵抗等から

成る出力電圧5V のプログラマブル電圧標準素子を

作製し、小型冷凍機による卓上冷却システムによっ

て動作させる。 

・単一磁束量子回路を用いた高精度デジタル／アナロ

グ変換器（RSFQ-DA）の開発に関しては、前年度

に引き続き10ビット RSFQ-DA の開発を継続し、

キーブロックとなる10ビット電圧増倍回路部の完全

動作を実証する。 

【中期計画（参考）】 

・スペクトルデータベースに関して、データの質と量

を充実させ、インターネットでの公開を継続する。

熱物性データベースに関しては、学協会と協力して

インターネットを通じて公開する。 

≪平成15年度計画≫ 

・分散型熱物性データベースに関しては、固体の熱物

性データに対して有効な相関式、推算式を提示する。

また主要流体の熱物性データを中心に1000件以上の

データをデータベースに登録する。 

・スペクトルデータベースでは、引き続き NMR、

MS データの収集を継続するとともに、IR データ

収集の再開、新規公開システムの開発・公開を行う。

また、ユーザーサービスの本格開始を行う。 

 

２．材料・化学プロセス技術 

 日本経済の持続的成長を維持するための市場創出に

つながる革新的技術の確立を目的として、高度情報化

社会の実現や環境と調和した循環型社会システムの構

築に資するナノ物質・材料技術、機能共生材料技術、

特異反応場利用プロセス技術を開発する。また、工業

製品の信頼性を支える基盤的技術の涵養を目的として、

高信頼性材料システム技術を開発するため、各項目の

中期計画に対して、平成15年度は以下の研究開発を行

う。 

(1) ナノ物質・材料技術 

 ナノメートルサイズの物質の構造制御を利用して、

超高速・大容量情報処理技術の基盤となる複合機能

原料や新炭素材料、持続的な経済社会発展の基盤と

なる精密制御高分子材料、軽量金属材料、先進構造

材料の開発を目指して、以下の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・ペロブスカイト化合物誘電体、及び酸化物導電体等

の半導体プロセスと整合性の良い650℃以下の温度

で材料化が可能なテーラードリキッドソースや機能

複合粉体ソースを開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・強誘電体薄膜、非鉛系圧電体膜、多孔質酸化物絶縁

体膜等の集積化セラミックスの高品質化と基本特性

の向上のため、有機金属化合物や有機高分子等の反

応性を利用することにより、溶液原料の分子構造の

適化する。これらの溶液原料から合成した集積化

セラミックスの特性を評価することにより、次世代

強誘電体メモリ、圧電デバイス、FET 型センサー

への適用性を検討する。 

・強誘電体薄膜、非鉛系圧電体膜、多孔質酸化物絶縁

体膜等の集積化セラミックスの高品質化と基本特性

の向上のため、スピンコーティング法・ディップコ

ーティング法・ミストデポジッション法等の溶液原

料を用いた膜化プロセスについて、プロセス因子の

検討と諸条件の 適化を実施する。合成した集積化

セラミックスの特性を評価することにより、次世代

強誘電体メモリ、圧電デバイス、FET 型センサー

への適用性を検討する。 

・フラックス法により合成した球状窒化アルミニウム

の粉体特性（粒径、粒度分布等）が流動性（充填

性）に及ぼす影響を明らかにし、その 適化を行う。

また、窒化アルミニウム粉体の耐水性向上のための

表面処理技術について検討を行う。 

・非鉛系圧電体の探索において、BNT-BT-ST 系につ

いて、圧電 d33定数の観点から圧電特性の評価を行

い、添加物効果について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・塗布熱分解法を改良し、77K において Jc＞
1MA/cm2の YBCO 交流限流素子および2GHz 用超

電導マイクロ波フィルター（YBCO 膜の表面抵抗

0.5mΩ）を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・大面積膜 YBCO 作製技術を進展させ、10cm×

30cm サイズの蒸着 CeO2／サファイア上矩形基板

上への製膜と特性評価を行い、誘導法 Jc>1MA/cm2

実現を目指す。また、マイクロ波デバイス商用化に
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向け、等方性 MgO あるいは低コスト・サファイア

基板上 YBCO 膜の高 Jc 化と低 Rs 化について検討

する。 
・実用材料であるリチウムマンガン酸化物や5V 級正

極材料として注目されているその置換体について、

新規に考案した単結晶の合成方法を複数適用し、良

質な単結晶合成を目指すとともに、高電位発現と結

晶構造、電子構造との相関の解明を目指す。さらに、

ベースメタル元素を主成分とする新規正極材料の開

発を目指す。 

・La1-xSrxMnO3膜の作製では、金属組成制御や異

種金属のドープによる Tp や TCR の依存性を明ら

かにし、特性の向上や低温化を図る。また、複合酸

化物 PZT 膜や SnO2、In2O3等の単純酸化物多結

晶および配向膜の作製を行い、塗布光分解法による

酸化物膜の生成機構を明らかにする。 

・量子スピン梯子格子系複合結晶の母構造物質の電荷

分布を調べ、超伝導に関連する物性の発現機構を解

明する。CuO2鎖を含む も単純な複合結晶を用い

て、スピン梯子格子の物性をコントロールしている

CuO2鎖の一般的な性質を明らかにする。 

【中期計画（参考）】 

・ダイヤモンド発光ダイオードの開発を目的として、

高圧法、CVD 法等による低欠陥密度ダイヤモンド

の合成と、イオン注入法による高品質ダイヤモンド

半導体作製技術を開発し、ダイヤモンドエキシトン

発光を用いた室温で動作する紫外線（235nm）発光

デバイスを作製する。 

≪平成15年度計画≫ 

・前年度に引き続き、エピタキシャル成長の高度化を

計りながら、表面伝導層の機構や金属／ダイヤモン

ド界面の伝導機構を解明して、ダイヤモンド半導体

の基礎技術を確立する。 

・ダイヤモンドエキシトン発光による非線形光学効果

を解明し、これによる光発光素子を実験室レベルで

実現する。 

・pn 制御技術を中心にダイヤモンドの電子デバイス

化プロセスの基盤技術開発を行う。 

・pn 接合を中心とするデバイスプロセスにイオン注

入技術を適用し、光発光素子等への応用を計る。 

【中期計画（参考）】 

・炭素系材料によるナノスペースを制御し、水素貯蔵

及びガス分離等の機能発現とその材料化を行うと共

に、単層ナノチューブ合成のための触媒開発も行う。

さらに、極限環境下で優れたトライボロジー機能等

を発揮する新材料を開発することを目的として複合

PVD 法や新焼結技術を用いたトライボマテリアル、

スーパーハードマテリアル等の創製と評価を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・平成14年度に引き続き、ハイブリッド構造体合成の

ために、ダイヤモンド基板上にフッ素置換基をつけ、

その表面機能特性に関して検討する。 

・平成14年度に引き続き、厚膜化の検討する。 

・平成14年度に引き続き、大面積で透明なナノクリス

タルダイヤモンドの成膜速度の向上とその表面特性

について明らかにする。 

・水環境や水素環境等の環境での使用および複雑形状

基板に適する DLC 系被膜の試作を行い、それらの

構造・組成解析やトライボロジー特性等の諸特性評

価を行う。さらにそれらの機能発現機構の検討を行

う。また、DLC 膜やカーボンナノチューブを対象

として撥水性や電気伝導性等の新機能発現のための

研究を継続する。 

・プラスチックスとダイヤモンドの複合材料の試作を

継続するほか、新炭素系材料を用いた複合材料の試

作を行い、これらのトライボロジー特性等の評価を

行う。また、新炭素系材料（グラファイトボール

等）のトライボロジー特性を評価し、トライボマテ

リアルとしての可能性評価を継続する。 

【中期計画（参考）】 

・実用省成分軽量合金を対象に、マイクロエクスプロ

ージョンプロセスとセミソリッドプロセスを統合し、

市販鋳造材より結晶粒径が1/10以下で50%以上高い

強度を持つ鋳造加工プロセス技術を開発する。また、

マグネシウム合金にあっては、リサイクル材の強度

をバージン（鋳放し）材の1.5倍以上（300Mpa）
に高めるリサイクル技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・電磁振動力を利用した組織微細化技術をさらに他の

材料に応用すると共に、金属ガラスの創製条件を、

マグネシウム合金やジルコニウム合金について調べ

る。また、セミソリッドプロセスによる高強度化の

ための成形加工条件を明らかにする。 

・強加工法である FSP 法や回転式 ECAP 法のプロセ

ス条件と、得られた材料の微細組織および材料の機

械的特性等の関係を調べることにより、目的とする

機能を材料に付与するためのプロセス条件を明確化

する。 

・固体リサイクル技術の応用範囲の拡大を目的に、マ

グネシウムにおいて得られた固体リサイクル技術を

アルミニウムや鉄に応用する。 

【中期計画（参考）】 

・イオン・プラズマプロセス技術による材料の超高純

度化プロセス技術を確立するとともに、超高純度材

料の耐高温酸化性、耐腐食性評価試験を行う。 

≪平成15年度計画≫ 

・本研究課題は中期計画の目標を達成したので、平成

14年度をもって終了する。 

【中期計画（参考）】 

・200℃以下の温度でナノポアセラミックス材料が合
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成できる低エネルギー製造プロセス技術を開発し、

室内アルデヒド濃度を厚生労働省基準以下にする内

装材料を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・無機ナノカプセルで成功した手法を、無機ナノチュ

ーブ合成にも応用し、新規合成経路の探索を行う予

定である。多孔質アパタイトの物質吸着機能等の評

価を行うとともに多機能化を図り、環境浄化材料と

しての応用を目指す。 

・有機分子集合体を利用してメソポーラスセラミック

ス材料を室温で合成する際の構造、組成制御に関す

る探索的研究を引き続き行うとともに、遷移金属ユ

ニットの導入技術等を合わせて検討することで、有

害化学物質除去機能の付与に向けた低エネルギー製

造プロセス技術の開発を目指す。また、チタニア等

修飾物質のエアロゲル中（あるいは表面）での結晶

性の制御について検討を行う。 

・チタニア等で修飾されたシリカエアロゲル中に金ク

ラスターを担持した構造の材料について、触媒その

他の機能性の特性向上のための各種パラメーターの

マッチングを行う。 

・平成14年度に引き続き、精密部材ナノ加工プロセス

技術について、共同研究施設の整備を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・ナノポア材料の新規合成法（固相合成法、有機・無

機添加剤、水熱合成法）等を確立し、固体酸触媒、

分離材料、電気粘性流体、センサー等の新機能材料

を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・redox サイクルに弱く、カーボン析出も引き起こし

やすいニッケル燃料極と置換可能な新しい燃料極、

もしくは燃料極を必要としない燃料電池の可能性を

検討する。さらに、金属置換したマイエナイトを合

成し、それの有する活性酸素について酸素種、酸素

濃度、移動速度等を詳細に検討する。また、ヨウ素

固定化ハイドロソーダライトからのヨウ素溶出試験

を行い、固定化能力を確認する。 

・採取リチウムの高付加価値化の観点から、同位体の

分離技術に関する研究を進める。一段カラムを用い

て同位体分離条件を検討し、同位体分離効率に及ぼ

す要因を明らかにする。リチウム採取装置の海洋エ

ネルギーシステムへの併設可能性を検討し、事業化

に向けた検討を行う。また、本テーマで蓄積したナ

ノポア材料開発のポテンシャルを活用し、海水再

生・再利用のための選択的多孔材料（吸着剤、殺菌

剤）の開発研究への展開を図る。 

・システム基盤技術に関しては、従来、経験的・感覚

的にしか把握しにくい実際のアーク溶接現象を、定

量的に解析し、海中で自動化するために必要な基礎

情報を明らかにするとともに、データベースで公開

する。 

・層状グラファイト酸化物、層状ポリケイ酸を出発原

料に、ピラー化反応・選択溶出反応による多孔化を

詳細に検討する。ナノポア構造の精密制御を可能と

し、メタン吸蔵量の目標値120mg/g の達成を目指

す。 

・高水素透過性アモルファス合金膜の大面積化を試み、

現在（1ml/min オーダー）の10倍以上の純水素製

造能力を有する透過モジュールを作製する。 

・規則性微空間材料の表面特性の制御方法について検

討しその知見を集積するとともに、得られた材料の

物性、触媒特性について検討する。 

・規則性微空間材料において触媒機能に重要な役割を

担う酸性質の定量法を確立するために、リン原子を

含むプローブ分子の導入と P-31固体 NMR による

プローブ分子の観測を行い、P-31化学シフトと酸

強度との相関を明らかにする。 

・新規ゼオライトの精密構造解析と反応性などの物性

を追求する。ポアを制御したゼオライトの製膜化を

はかり、反応・分離に適用する。 

・規則性微空間材料の分離機能に関する基礎的なデー

タを得るために、様々な形状の微空間における小分

子の挙動（吸着サイト、拡散挙動）を固体 NMR 等

で解析し、微空間の形状が小分子の挙動に与える影

響を明らかにする。 

・規則微空間膜材料の極性や孔径を制御し、水とアル

コールの分離や分子認識に基づく異性体の分離を試

みる。 

・e-カプロラクタムなどのラクタム類やアミン類をポ

リエステルに共重合したポリエステルアミドの合成

を検討する。リグニン及び糖類を原料とする生分解

エポキシ樹脂の性能向上を図るとともに植物固形分

を組み合わせた複合材料を作製する。 

・イットリウム以外の数種類の希土類化合物について、

カプロラクトン、ペンタデカラクトン開環重合の触

媒活性を検討する。生分解性プラスチックに親水性、

疎水性など種々の特性の表面を形成し、分解速度へ

の影響について検討する。 

・水溶媒下で効率的に作用するマイクロカプセル化触

媒やポリエチレングリコール担持試薬等、水中反応

を達成させるポリマー固定化触媒、試薬を設計合成

する。大気圧下におけるグロープラズマ処理による

処理効果を従来の低圧グロー放電処理と比較し、

適な処理条件を探索する。 

・レーザーアブレーション法などの利用によりナノ構

造の調製・安定化技術の確立とその物性や機能の測

定を行うとともに、さまざまなナノ構造部品の接

合・融合化・システム化などに必要とされる要素技

術に関する検討を行う。調製・安定化技術に関して

は気相・液相中でのレーザーアブレーション法を利
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用した合成法の精緻化を図るとともに、機能特性評

価に関してはナノ微粒子のサイズ均一性を向上させ

ることによりセンサ機能や光電極機能といった界面

機能の高性能化を目指す。また、ナノフォーレスト

構造などを利用した新しいデバイス構造の可能性を

探る。さらに、マイクロプラズマ技術を利用した低

温プロセシング技術を確立してカーボンナノチュー

ブの低温合成について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・高分子の分子量、立体規則性、共重合性、ヘテロ元

素の規則的な導入による有機・無機ハイブリッド化、

多分岐高分子の新規合成法等の一次構造制御におけ

る重合機構の解明並びに多成分・多相系高分子の配

向構造制御、メゾ秩序構造、ネットワーク構造等の

高次構造形成プロセスの機構を解明する。 

≪平成15年度計画≫ 

・極性ビニルモノマー重合触媒の開発について、オレ

フィン類及び極性基含有モノマー重合系の展開を図

る。 

・官能基含有モノマーとオレフィン類の共重合につい

て、オレフィンとアリルアルコールとの共重合系の

マスク剤、添加剤、ジルコノセン触媒の構造、重合

条件等の検討を進める。 

・大環状オリゴカーボネートの合成法のさらなる高効

率化（高選択性、高収率）を進めると共に、平成15

年度からは、上記の酸化的カルボニル化反応におい

て、この大環状オリゴカーボネートを原料として固

相重合により高分子量ポリマーの合成を行う。 

・機能性基導入のための反応試剤・条件等の検討、末

端構造・分子量制御に向けてのモデル反応検討、基

本物性の測定等を行う。 

・結晶性高分子を含むブレンド系の結晶配向化につい

て結晶化条件の検討と構造解析・物性評価を進め、

結晶性ブロック共重合体について予備調査を経て配

向方法・結晶化条件の検討や構造形成過程の分析を

行う。 

・極性基表面が規則的に配列した構造の自己組織化を

利用した構造構築の検討、近接場光リソグラフィー

による金属ナノ粒子のナノ描画の検討等を行う。 

・電子分光結像法による高分子界面厚み測定の高精度

化、光機能材料の接合界面構造の解析を行う。 

・高せん断と高圧とを同時に付与する装置の改造等を

通して PPS/ナイロン系の構造形成過程の解析、ま

たそれを利用した成形装置の開発を行い、成形条件

について検討する。 

・固体 NMR を用いたダイナミックス手法の高度化を

図ると共にブレンドやコンプレックスの相構造の解

析等を行う。 

・核形成のシミュレーション、より大きな系へのシミ

ュレーションの適用、OCTA プログラムのナノス

ケールへの適用の問題点抽出等を行う。 

・ラマン散乱分光解析による結晶・配向過程のその場

観察を行う。 

・超臨界二酸化炭素からの環状カーボネート合成に関

して、触媒活性向上、および均一系触媒の回収効率

向上を図る。 

・二酸化炭素からのウレタン合成に関して高活性触媒

の開発を行う。金属としては安価で毒性の低い卑金

属類（Ti、Fe、Co、Ni 等）を中心に検討する。一

方、配位子としては、窒素系二座配位子やカルベン

配位子について検討する。 

・超臨界二酸化炭素を媒体とする効率的酸素酸化反応

開発を目標として、酸化剤や触媒の検討を行う。 

・二酸化炭素からの炭酸ジメチル合成に関して高活性

触媒の開発及び効率的脱水法の開発を行う。金属と

しては安価で毒性の低い卑金属類（Ti、Fe、Co、
Ni 等）を中心に検討する。一方、配位子としては、

窒素系二座配位子やカルベン配位子を検討する。 

・二酸化炭素からの炭酸ジフェニル合成に関して、脱

ハロゲン化水素型カップリング反応の開発、及び脱

水型カップリング反応を開発する。 

・アレンと二酸化炭素からの6員環ラクトン合成に関

して、異性体構造を決定するとともに、触媒活性の

向上、選択率の向上をはかる。フェノールの酸化的

カルボニル化反応に関しては、オキサゾリン系配位

子などに関して立体障害による反応加速の実現をは

かる。また、媒体としてのイオン性流体の効果につ

いて検討する。 

・細胞を選択的に接着させ、かつ特定の機能を誘導す

る為に必要な材料表面特性（機能性官能基）につい

て検討し、scaffold の高機能化を図る。 

・血液中から血管内皮細胞前駆細胞を分離できるデバ

イスを開発すると共に、分離性能をより向上させる

為に、さらに2つの異なったスキーム（アイデア）

に基づいて作製された機能性高分子材料表面ついて

検討する。 

・フッ素化人工脂質の合成法の確立を図る。さら脂質

ナノ構造体の顕微鏡観察から明らかにされた環状脂

質の構造とナノ構造体との関係を人工脂質の分子設

計にフィードバックし、新たな構造を持つ環状脂質

を合成する。 

・異性体分離膜については、前年度作製した無機膜を

基膜として、イオン性官能基の導入、シクロデキス

トリン含有ポリイオンコンプレックスの形成等を行

い、異性体識別輸送の発現を図るとともに、分子認

識化合物としてシクロファンについても検討する。

また、光制御膜については、得られた基礎的知見を

基に、光によって局所的な細胞接着性を変化させら

れる細胞培養キュベットを開発する。 

・複合膜の表面特性について更に明確にするとともに、
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生体系物質との相互作用や吸着について検討し、用

途展開のための基礎資料とする。 

・脱硫環化反応を利用して合成した核酸類似体や N-

グリコシドなどの糖質物質についてその機能を検討

し、同合成反応が機能性糖質分子創製に有望な反応

であることを示す。また、脂質分子については合成

糖脂質と糖認識性タンパク（レクチン）との相互作

用を単分子膜法、水晶振動子マイクロバランス法等

により評価し、構造と機能の相関を検討する。さら

にアミノリン酸系脂質について引き続き類縁体等の

合成を行う。 

・前年度に行った検討から得られたポリ（アリルビグ

アニド）の合成条件、推定反応機構に基づき他の機

能性高分子への応用を図る。また、ポリ（アリルビ

グアニド）を用いた機能性ゲルへの展開を図る。 

(2) 機能共生材料技術 

 材料の組織を原子・分子からナノ、ミクロ、マク

ロにわたり制御する技術を開発し、複数の機能が共

生した材料を創製する技術の開発を目指して、以下

の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・高次構造制御により、800℃以上の腐食性雰囲気下

において50μm 以下の粉じんが捕集可能なフィル

ター材料、高荷重・無潤滑環境下で比摩耗量が従来

材料の1/10以下の材料、400℃以上酸素共存雰囲気

下においても連続的に窒素酸化物の還元除去が可能

な材料、腐食性環境下でジルコニアセンサーと同等

の10msec の応答速度を持つ高温用酸素センサー材

料が創製できることを実証する。 

≪平成15年度計画≫ 

・高温集塵フィルター及び高温ガスタービン部材を模

擬したモデル部材において、それぞれ流体透過機能

（圧力損失 ：<1kPa）と耐熱・耐食性（>800℃

SOx ガス暴露後強度劣化：<10%）、耐熱衝撃性

（ΔT：>1200℃）の発現を実証する。 

・異種材料分散材の配向構造化や多層構造材料の部材

化を可能とする成形技術を開発する。また、前年度

までに達成した材料特性を、反応焼結や常圧焼結な

どの低コスト・簡便プロセスでの実現を目指す。 

・実用レベルの大型セルにおいて、3%酸素共存下で

NOx を50%浄化するために必要な電力を10W 以下

にする。また、出力レベル10W 以上の熱電変換材

料を実現し、NOx 浄化セルと組み合わせ、デバイ

スシステムとして連続作動が可能なことを実証する。 

・酸素センサについては、粒子径を100nm より更に

小さくすることにより、応答速度20msec 以下を目

指す。水素センサについては、モジュール化を行う

とともに、被毒試験により耐久性の見極めを行う。 

(3) 高信頼性材料システム技術 

 構造材料の信頼性向上、長寿命化を図るため、使

用環境下での損傷形成過程を支配する主要因子の定

量化を行うとともに、損傷位置の検出や損傷制御機

能を持つ修復材料の開発、及び長寿命複合材料、低

摩擦摩耗材料の開発を目指して、以下の研究開発を

行う。 

【中期計画（参考）】 

・破壊理論に基づいた精緻な実験的解析により損傷形

成過程のモデル化を図り、部材特性の高精度な解析

手法を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・粘弾性・弾塑性特性評価に有効な圧子圧入試験法に

ついて、生体セラミックスおよび構造用セラミック

スの時間依存型変形機構における温度効果に焦点を

当て、それぞれの材料に適した室温域および高温域

用試験装置を開発する。 

・加工損傷評価手法の標準化について、産学の研究者

による検討会を組織し、本年度作成する詳細案をも

とに JIS 素案を完成させる予定である。表面損傷

をプラズマエッチングにより可視化する手法につい

ては、可視化手順の標準化に向けた基礎データ整備

を行うとともに、新たに転動疲労損傷評価への応用

を図るため、ベアリングメーカーとの共同研究に着

手する。 

【中期計画（参考）】 

・センシング機能の高度化と逆問題解析技術を確立し、

コンクリートや金属構造体の亀裂発生部位に接着修

理可能な損傷位置評定機能や損傷制御機能を持つス

マートパッチを開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・センシング網の開発に関しては、チューナブルフィ

ルタを用いて、ひずみ変化が生じても AE 検出がで

きるような光ファイバセンシングシステムを構築す

る（AE 測定可能なひずみ範囲±0.5%以内）。また、

幅0.5mm 以下のスリットき裂を検出できる CFRP
リペアパッチを開発する。 

・健全性評価技術の開発に関しては、CFRP 擬似等

方材の衝撃層間剥離を短時間でかつ高精度に検出す

る技術を開発し、実用化に向けた計測システムの

適化を図る。また、疲労き裂長さを定量的に検出で

きるアクティブセンシング法を開発する。さらに、

複合材料に含まれる異物や水分を測定できる電気的

計測法を開発する。 

・モデルベースト振動制御法と波動制御法を振動抑制

に適用して弾性体の損傷抑制制御を行う。さらに、

制御アルゴリズムの実用面での応用拡大を図るため

輸送機器（自動車など）の室内静粛化を目的とした

構造振動制御を行う。 

・高性能アクチュエータの試作・評価および噴射弁へ

の適用を実施する：Sr2-xCaxNaNb5O15系材料に

おける粒子の配向を制御する技術を加えた選択粒成
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長法で、粉末からの焼結プロセスを 適化し、圧電

特性を目標値（200pC/N）に近づける。また、本

材料を用いてアクチュエータを試作後、噴射弁に用

いて噴射性能を計測する。 

・NaNbO3-KNbO3-PbTiO3系ペロブスカイト固溶体

が高い圧電性を示したことから、NaNbO3-KNbO3

系をベースとした圧電セラミックスの可能性をさら

に追求する。まず、その圧電性の原因について結晶

化学的観点から精査するとともに、PbTiO3の代わ

りとしての BaTiO3及び SrTiO3の添加効果につい

て検討し、完全に非鉛系で高変位特性を示す圧電セ

ラミックスの開発を目指す。 

・SMA 利用技術に関する研究課題の中で平成15年度

は、前年度に開発した「有害物質取扱環境用防護服

システム」の耐久性能等の実用性能向上を図り、よ

り高完成度化商品とする。また、新たに企業と連携

してコンクリート二次製品成形用の高機能型枠（ス

マートモールドと名づける）の試作機を開発して実

用性評価を行い、企業への技術移転（オプション契

約締結）を行う。さらに、再生シリコーンゴムを母

材とし、SMA をアクチュエータとする、金属芯棒

からの取外し可能な OA 機器用ゴムロール（スマー

トロールと名づける）を考案・試作して機能試験を

行い、企業への技術移転を目指す。 

・圧電特性の評価結果をもとに、スマートパッチ用セ

ンサ・アクチュエータの設計ならびに作製プロセス

の検討を行う。さらに、圧電体厚膜デバイスを設計

するための基礎技術の確立と、さらなる応用展開を

図るために、企業との共同研究を積極的に進める。 

・金属コア入り PZT 圧電ファイバのより高度なスマ

ート応用を目指し、CFRP ボードに埋め込む際の

ファイバの配列の仕方を検討することによって、衝

撃位置検出用センサ及び振動制御用アクチュエータ

として効率的に機能しうるスマートボードを設計す

る。さらに、センサ及びアクチュエータを内蔵した

スマートボードを一般に理解できる形で示すことを

考え、そのデモンストレータの開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・強化材と母材との界面結合力をコントロールする技

術を開発し、セラミックス基複合材料においては、

弾性率が110～160GPa の複合材料を2週間以内に製

造できる技術を、金属基複合材料においては、

500℃での耐食性を2倍以上高めた材料及び800℃で

の耐摩耗性を2倍以上高めた材料を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・Fe-Cr-Ni-Mo-C 系材料を基にして高温耐食材料の

設計及び組織制御を行う。摩擦被覆技術を多相合金

や粒子分散材等の複相材料へ拡張し、実用的な耐環

境性被膜を形成するための複相被膜形成技術を確立

する。安定で高性能な Mo（Si、Al）2系コーティ

ング膜形成技術を確立するとともに、当該コーティ

ングの健全性評価技術を開発する。遮熱層内欠陥の

赤外線熱画像解析法による検出する。 

・セラミックス基複合材料の開発では、マトリックス

を均一にする 適な組成及び方法を調べる。また大

型化のために、複合材の接合法についても検討を加

える。SiC 系多孔質材の用途開発を行う。 

・耐環境性評価技術の開発では、予測技術として水素

脆化の微視的なシミュレーションを引き続いて実施

すると共に、新たな耐環境性評価装置の開発とそれ

を用いた金属材料の耐環境性について検討する。 

【中期計画（参考）】 

・複雑形状の構造部材表面にダイヤモンド質薄膜やオ

キシカーバイド薄膜等の耐久性、耐食性に優れた皮

膜を形成する技術を開発する。また、極限的環境下

で使用できる BCN ダイヤモンドの焼結体等から成

る低摩擦・超低摩耗材料を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・種々の金属部材に DLC 被膜および金属オキシカー

バイドを形成し、物性ならびに被膜の母材との密着

性を評価し、工業部材への応用の研究を行う。新規

の金属オキシカーバイドの合成も行う。耐食性に関

しては、テラス拡張に及ぼす溶液処理温度の影響に

ついて調べる。中性用有機防食剤の構造観測とその

評価を行う。 

・引き続き、BCN 三元系の各種の構造、形態を有す

る材料を作成し、その創製条件、構造と硬度、耐食

性などの特性との関係を明らかにする。 

(4) 特異反応場利用プロセス技術 

 材料製造に関わる環境や、エネルギー、製造コス

ト等の制約要因を克服し、材料の国際的な競争力を

強化するために、特異な反応場を利用した新たな新

たな材料製造プロセス技術の開発を目指して、以下

の研究開発を行う。 

【中期計画（参考）】 

・微小重力環境を利用して、融液の凝固過程の制御を

行うことにより、従来技術で作製される2倍以上

（20mmφ）の大きさの高感度赤外線センサー用化

合物半導体材料が作製できることを実証する。 

≪平成15年度計画≫ 

・本研究課題は中期計画の目標を達成したので、平成

14年度をもって終了する。 

【中期計画（参考）】 

・マイクロ波やプラズマ等を利用して、従来の焼結技

術と比べ、焼結温度を200℃低く、焼結時間を2分の

1とするセラミックス焼結技術を開発する。また、

生体構造・機能を模倣したテンプレート、自己組織

化等の分子制御技術を用い3次元的規則配列構造を

形成する技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 
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・遠心焼結炉の加熱部を急速加熱方式に改造し、省エ

ネプロセスについて検討を開始する。また、開発し

た自己バインダを使用したアルミナ基焼結体の組織

制御（特に気孔形状等）と焼結体特性の評価を行い、

開発した自己バインダの高性能化を検討する。さら

に、ナノ粒子の鋳込成形技術について検討し、ナノ

反応場としての有機分子系の選択・構造制御によっ

て、セラミックス・ナノ粒子の粒径の制御を試みる。 

・生体構造の様な高次構造を再構築するため、自己組

織化、積層技術による階層構造形成技術を確立する

とともに、微構造の 適化、構造体としての力学的

特性の向上、生体組織との複合化などにより、骨充

填材、関節部材、細胞・組織担体、薬物担体等セラ

ミックス生体材料等機能性セラミックスへの適用に

ついて検討する。 

・ナノレベルの微細構造を持つ様々な形態のセラミッ

クスを作製するテンプレーティング技術開発、光を

用いたパターニング技術開発を進める。光干渉によ

る発色システムを微量有害化学物質センサへの応用

において、研究会を開始し実用化に向けての検討を

行う。 

・生物の機能を取り込み、生物機能を活用できるバイ

オ－有機－セラミックスハイブリッド材料開発を行

う。生物機能発現評価、メカニズムの解明とともに、

環境ホルモン分解、センサー、汚染物質濃縮システ

ムへの応用を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・超臨界水反応場を利用したプロトン利用有機合成法

を確立する。 

≪平成15年度計画≫ 

・超臨界水の酸触媒機能を利用した Heck アルキル化

反応、フリーデルクラフツ反応等の有機合成反応に

ついて検討し、その体系化を図る。また、超臨界水

の塩基触媒機能を用いた不均化反応について、操作

因子と反応性との関係を明らかにし、効率的な有機

合成技術を開発する。更に、超臨界水の流通式 in-
situ 測定技術の高感度化を行い、溶媒特性や反応

過程の解明を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・超臨界二酸化炭素を反応媒体及び基質とするウレタ

ン、エステル化合物等の合成技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・触媒等を利用した二酸化炭素固定化反応による経済

的かつ環境調和型のエステル化合物の合成技術開拓

を目指す。また超臨界二酸化炭素を反応場とする不

飽和化合物等の選択的水素化反応について、触媒の

スクリーニング等を検討し、高選択的合成技術を開

発する。 

【中期計画（参考）】 

・高温・高圧の反応制御技術を開発し、アセチレン等

の固相重合によるポリマー機構の温度・圧力反応条

件依存性を明らかにする。 

≪平成15年度計画≫ 

・アセチレン類等の高温高圧反応の圧力範囲を拡大し

て網羅的に温度・圧力による反応条件を調べ、生成

物の物性・構造との関係を調べる。オレフィン等を

加えた二成分系の高温高圧反応も行い屈折率等にお

いて優れた物性を有するポリマー合成を目指す。 

・高温高圧 X 線回折測定システムの整備を行う。固

体硫酸等の分子固体中の高温高圧下におけるプロト

ン拡散過程で、X 線回折、赤外分光、ラマン散乱実

験を行い、拡散速度と結晶構造の相関を明らかにす

る。 

 

３．機械・製造技術 

 経済社会の持続的発展を支えるための技術の緻密化

と融合化による産業競争力の強化ともに、環境と調和

した経済社会における資源の円滑な循環、高度情報通

信社会及び高齢化社会、少子化社会への対応のために、

製造技術と基盤となる情報基盤技術に関するものづく

り支援技術、各種産業へ影響する機械製造技術の微細

化、精密化のためにマイクロナノ加工組立製造技術、

環境との調和を実現する循環型社会構築のための IT
技術と融合化した循環型生産システム技術、機械シス

テムの信頼性・安全性の向上を目的とした信頼性工学

技術の研究開発を推進するため、各項目の中期計画に

対して、平成15年度は以下の研究開発を行う。 

(1) ものづくり支援技術 

 加工技能の技術化に関する研究を、製造技術とそ

の情報通信技術に関するアプローチで集中的、先導

的に進め、産学官連携体制の中で、成果を随時産業

界へ提供する速効波及型研究を行い、テクノナレッ

ジネットワーク上で評価する。 

【中期計画（参考）】 

・ニーズや重要性の見地から選定した加工分野に関し

て、センシング技術、加工データベースシステムと

加工条件決定などの技術コンサルテーションが可能

な加工支援プロトタイプシステムを開発し、加工条

件設定などに必要な時間が短縮されることを示す。 

≪平成15年度計画≫ 

・加工情報集積については、成形加工100件以上、除

去加工100件以上、付加加工200件以上、改質加工50

件以上の加工事例、加工条件データ、アプリケーシ

ョンを収集し、加工全般に関係する加工データシー

ト集として実現する。 

・ネットワーク上に蓄積されている加工技術文書等加

工データシートを対象とし、加工現場ユーザが加工

横断的な技術内容を検索する機能の強化を図り、加

工全般の技能の技術化を支援するシステムとして開

発し、システム構築機能や運用機能と共にとりまと
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める。 

【中期計画（参考）】 

・ものづくり支援に統合的に運用可能な、プログラム

単位の結合、自由な組合せにより、設計製作現場で

必要となる情報を、既存のシステム等が管理する利

用者権限に応じて使用可能とする設計製作支援共通

プラットフォームシステムを開発し、有効性検証を

目的としたプロトタイプシステムの開発と評価を行

う。 

≪平成15年度計画≫ 

・プラットフォーム機能として、XML 連繋機能およ

びアプリケーションビルダー機能改善版を開発する。 

・「3次元形状情報の品質確認の基本機能」の企業での

評価を継続し、その評価に基づき機能強化する。新

規に「製品データの管理機能」を開発する。 

(2) マイクロナノ加工組立製造技術 

 各種産業へ影響する機械製造技術の微細化、精密

化のために、ナノ加工技術、マイクロファブリケー

ション技術等の研究開発と、その一層の高度化のた

め、基礎となる各種現象の解明、原理・手法の確立、

計測、評価を行う。 

【中期計画（参考）】 

・精密形状転写加工や、ビーム加工等における加工点

付近での微小な加工現象を解明し、それを応用して、

微細構造、超精密形状等のマイクロ構造材料に適用

できるマイクロファブリケーション・解析評価技術

を開発する。ダウンサイジングに適した工作原理を

示すため、体系的なマイクロ機構力学の解明と設計

技術に基づいて、実用性の高いハードウェア／ソフ

トウェアを市場および学会に発信する。さらにナノ

トライボロジーの解明、微細固体駆動素子技術およ

び組立技術等を通じ、超微細加工技術と評価技術、

微小流体操作システム等の高集積機械システムを実

現する。 

≪平成15年度計画≫ 

・原料粒子特性と膜特性の相関データ取得し、シミュ

レーション解析と併せ、微粒子ビーム成膜法のメカ

ニズムモデルの1次検証を完了する。 

・原料粉末特性を変えるため、真空中での微粉末状態

での輸送方法を確立する。 

・イオン結晶内部の電子励起による欠陥回復効果を利

用した新しい制御技術の提案を行う。 

・微粒子作成技術においては、平成14年度までは、金

微粒子の作成に限定されていたが、平成15年度では

金以外の微粒子形成技術と条件を見いだし、より実

用的な触媒担持技術を念頭にした化学反応促進の実

例を見出す。 

・デバイス応用では、より低電圧駆動可能な光スキャ

ナーやマイクロ流体素子などの2次試作、性能向上

と製造上のメリットを明らかにする。 

・ナノコンポジット材料としての応用展開を得るため

に、原料微粒子作成方法や混合方法の基礎的検討を

完了する。 

・加工メカニズムの現象解明に関しては、 

1) エアロゾルデポジション法に 適な原料微粒子特

性を明らかにする。 

2) DLC の機械特性の微視的構造と、作成プロセス

との関係を明らかにする。 

3) イオン結晶内部のイオン照射によって意図的に導

入した欠陥と機械特性との関係を明らかにする。 

4) 実験との対比のため、より大きなモデルを計算で

きる2D の有限要素法プログラムを作成する。 

・各種エネルギー援用により、電気特性の改善、大面

積化（10cm2角）、微細パターン形成（50μm 幅）

の達成、積層構造形成の目処を得る。 

・単一分子レベルのナノ機能・マクロ機能をマクロレ

ベルに展開することを目的に,導電性分子や分子機

械分子を集積して分子素子の雛形を作る。様々な分

子の SAM の摩擦特性を測定し、摩擦係数を 小に

する分子構造を探索する。分子による固体量子素子

の実現へ向けたナノギャップ電極の作製と分子の配

列技術の研究に着手する。超潤滑状態発現のための

固体 表面原子の終端化に関する研究を開始する。

超薄膜潤滑技術の確立を目的に、吸着層の上に流動

層を効率的に塗布する方法を開発するとともに、吸

着層と相性のよい流動層の解明に努める。 

・微小荷重下のマイクロ・トライボロジー現象の解明

を目的に,シリコン製微小 AFM ステージの汎用性

を高めるための設計を行う。 

・電気粘性流体のマイクロ・ナノ潤滑技術へ応用を目

的に、ジャーナル軸受の動特性を数値解析により明

らかにし、応答性に着目した制御性の検討を行う。 

・ナノインデンテーション法による硬質薄膜表面の物

性測定技術の高度化を目的に、BAM、NIST との

間でミニラウンドロビンテストの第2回目を実施し、

インデンター圧子形状の補正関数の求め方について

統一した見解を出す。また、レーザーアコースティ

ック法によるヤング率測定結果との相関についても

検討する。 

・ナノスケール機械加工およびその応用について研究

を進める。また、具体的なアプリケーションを想定

したナノスケール加工システムの構想を進める。 

・実用的に使用可能な小型3次元座標測定装置用プロ

ーブを開発する。接触に伴う振動インピーダンス変

化を検出する微小プローブを作製し、これをピエゾ

アクチュエータに取り付け、前年度の成果に基づく

原理で接触検出と接触角度の同時検出を行う。プロ

ーブを校正し、プローブの達成精度を調べる。マイ

クロパーツを測定対象にして形状測定実験を行い3

次元形状測定が可能であることを実証する。 
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・引き続きマイクロファクトリの普及のための啓蒙活

動と、国内外の企業・研究機関との連携を進める。

開発した卓上型超高速ミリング加工機の総合評価を

行う。超小型ホットプレス加工機および射出成形機

の開発と評価を行う。開発した設計支援ツールを適

用して、再構成可能な小型工作機械の設計を行う。 

・複合加工機で現在可能な単独加工、複合加工につい

て加工精度を評価する。ドリルやエンドミル等を用

いて切削加工を行った場合の剛性、振動特性、また

これらが加工物の制度に及ぼす影響等について調べ

る。また、その結果に基づき、マイクロ加工機の

適構造、改良法について検討する。デスクトップ複

合加工機製造、使用、廃棄に伴う環境負荷評価項目

を検討する。レーザを含む複合加工技術を提案し基

礎加工実験を行う。 

・表面観察では見られなかったフェムト秒レーザの加

工影響層について調査する。また測定項目に残留応

力、硬さなどを加えセラミックの材料除去プロセス

について考察する。セラミック微小金型を用いたガ

ラスの成形加工技術について検討する。 

・ピエゾ薄膜を利用した2軸のスキャナーを製作する。

高周波側と低周波側を同時に駆動し、ディスプレー

のデモンストレーションを行う。企業と共同で簡易

型ハンドヘルドプロジェクタの試作を行う。ミラー

製造の歩留まり向上策としてヒンジ部の 適設計と

パターニング精度向上を図る。同時にピエゾ電流モ

ニタリングによる光交換素子の振れ角度自己検出を

行う。 

・引き続きガラス、金属ガラスおよびセラミックス材

料のエンボス加工を検討する。ガラスについては導

波路やモスアイ構造、金属ガラスについては IC プ

ローバ、セラミックスについては化学反応チップの

試作を共同研究を通じて行う。同時に本研究で開発

した成形装置の実用化を図る。 

・マイクロ流体システムの製作および機能の信頼性向

上およびコストダウンに努める。具体的には検出部

の微小化、バックグラウンド雑音の除去、検出部の

アレー化を行う。マイクロ流体チップの接合部やマ

イクロリアクターメンブレンの信頼性向上を行う。

具体的には接合時の環境改善、接合位置合わせ精度

向上に努める。マイクロ流体の計測を行いビーズの

洗浄の効率化について検討する。 

・ツーリングの 適化により、ウエハの薄片化時のチ

ッピング防止策を検討する。シリコン直接接合は接

合不良を避けることが困難なため、サイトップ等の

新規に開発された接着方式を検討する。これに伴っ

て必要とされる4層ウエハのプラズマ CVD 法によ

る低温絶縁化の検討を行う。電極作製法としては経

済性の高いペースト真空吸い込みによる電極作製を

行う。 

・小型燃料電池システムの開発を目標として、イオン

導電性セラミックスの自立膜形成を検討する。膜形

成については、いくつかの手法を検討してデバイス

に適した方法を採用する予定。また、全体システム

の設計を進めプロトタイプを試作する。 

・強誘電体素子の発電機能を用いた発電デバイスを試

作し、その特性を評価する。素子特性がデバイスの

特性として発現される機構を明らかにする。力学的

特性と電気的特性の発現機構の解明を進める。 

・平成14年度に引き続き、革新的 MEMS（微小電気

機械システム）ビジネス支援について、共同研究施

設の整備を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・ナノメートルオーダーの構造を制御して量子機能を

発現する構造体の基盤となる、均一（標準偏差1.2

以下）無汚染の1～50nm の超微粒子の作製・制御

技術を開発するとともに、プロセス場の計測・解析

及び制御技術と、ナノ粒子操作技術の応用展開によ

りナノスケールの機能付加加工技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・高コヒーレンス固体レーザー実現のための要素技術

である高熱流束除熱技術に関して、金属の仕事関数

の差による熱電冷却を活用する方法の 大冷却効果

を、実験と理論により推定する。レーザー微細加工

技術については、高集光長焦点深度ビームを用いた

同時多点加工のための光学系を設計・検討し、複数

点同時加工の可能性を実験的に検証する。 

【中期計画（参考）】 

・ナノメートルオーダーの構造を制御して量子機能を

発現する構造体の基盤となる、均一（標準偏差1.2

以下）無汚染の1～50nm の超微粒子の作製・制御

技術を開発するとともに、プロセス場の計測・解析

及び制御技術と、ナノ粒子操作技術の応用展開によ

りナノスケールの機能付加加工技術を開発する。 

≪平成15年度計画≫ 

・レーザーアブレーションで作製した粒子の複合構造

化プロセス技術の高度化を図る。具体的には、単分

散均一金属粒子の表面を酸化膜等により修飾した後、

分級法を適用する装置を設計・試作し、コア／シェ

ル比の制御された複合構造粒子の作製システムの構

築を目指す。また、多元系半導体粒子の作成手法を

構築する。更に、粒子集積構造制御について、制御

手法を検討し、プロセスを基本設計する。 

【中期計画（参考）】 

・マイクロスケールオーダーの微細形状の成形加工プ

ロセスの 適化に向けて、プロセス条件とミクロな

環境の構造、組織、形状及びその機能が性能特性と

の関連について検討し、成型材料の硬化の過程の解

析技術とホログラムを用いた非接触計測技術を開発

する。 
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≪平成15年度計画≫ 

・実用的な観点からは、より大きな効果を発現するこ

とが重要であるので、ケモメカニカル効果の発現に

影響を及ぼすと考えられる添加物等の組成を変えた

硬脆性材料で、硬さ試験を行う。 

・光干渉計を用いて、非球面レンズ形状を加工機上で

計測可能な技術を目指して、計測する形状の基準と

なる計算機ホログラムを作製し、また、実用化に向

けて、計測可能範囲を拡大する技術を開発する。 

(3) 環境負荷低減生産技術 

【中期計画（参考）】 

・環境との調和を実現する循環型社会構築のための

IT 技術と融合化した循環型生産システム技術の確

立を目指し、設計・製造・使用（メンテナンス含

む）・廃棄（リサイクル含む）といったライフサイ

クルシナリオを製品特徴に応じて 適化し、製品ラ

イフサイクル管理手法を確立するとともに、各種エ

コマテリアルプロセス等、省エネルギー型のプロセ

スの開発を行う。また、次世代のエコトライボロジ

ーシステム構築のための基礎研究を推進する。 

≪平成15年度計画≫ 

・使用済み製品の排出量予測モデルを新たに収集する

データによって検証するとともに、より精度を高め

るために必要なデータの検討、収集を行う。エミッ

ションフリーマニュファクチャリング関連のプロジ

ェクト化を目指す。 

・金属ガラスの製造を確立するために金型を開発を行

ない、応用可能な形状の金属ガラスバルク材の製造

を行う。また、板、棒材などのスケールアップのた

めの金型の検討を行う。 

・金属ガラスやマグネシウムなどの難加工材の成形法

として、加熱機構を付与した電磁成形プロセスや多

軸プレス加工を行い、成形の高速度化と低温化を目

指す。また、環境負荷低減と低コスト化を目指した

マグネシウム板材の直接製造プロセスの開発を行う。 

・高性能金型の開発を目的に、高速噴射法、衝撃法を

利用した超微粒ダイヤモンド等の炭素成膜技術を開

発し、 適成膜条件等の検討を行うとともに、素形

材加工用金型への応用展開を図る。 

・低環境負荷材料の開発を目的として、製品評価技術

基盤機構筑波技術センターと共同で金属材料の腐食

疲労試験方法の素案をまとめる。また、整形外科イ

ンプラントの長期寿命等の性能を実験室的において

予測できる力学的加速試験法の開発を工業標準部成

果普及部門および NEDO、製品評価技術基盤機構

筑波技術センターと共同で行う。具体的には、臨床

系および工学系で構成される生体親和性材料のテク

ノロジーアセスメント技術開発委員会を開催し、性

能評価技術を開発する。 

・高速超塑性を発現し、かつ、高強度であるナノ結晶

SUS304の高速超塑性ガスバルジ成形用板材の試作

に向けて、製造工程を決定する。超塑性ガスバルジ

成形によれば、複雑形状で一体のステンレス板成型

品（化学プラント内の部品など）を1成形工程で製

造可能となる。本年度は 終目標である直径

120mm の円板素材を製造するための加工熱処理工

程を決定する。 

・Mg 合金 AZ91D の噴射成形法の適用条件を、更に

具体化するとともに、結晶粒の異方性が強度および

高温延性に与える影響を把握することにより、家電

機器・情報機器、特にデジタルカメラ、PDA、ノ

ートパソコン、携帯電話、MD などの筐体への利用

を図る。 

・大気中1773K での耐久性に優れる耐酸化コーティ

ングの開発と同時に、放電プラズマ焼結法による高

温摺動材料の開発を行う。Al2O3あるいは TiO2な

どのセラミックスベースの複合材料について、組織

制御および各相の体積率を変化させることにより、

室温～1073K で低摩擦係数かつ低摩耗を示す作製

条件を明らかにする。 

・エコ・トライボマテリアルの基本トライボロジー特

性 DB の完成とデータの充実を図る。 

・水、アルコール等の大気中の CO2バランスを崩さ

ない流体で潤滑するための材料開発を行う。環境分

解性潤滑油の開発とこれを用いたトライボシステム

構築のための調査研究を行う。 

・サステイナブル・トライボロジー技術の確立を目標

に、100%植物油による潤滑システムの実現に向け

た技術課題の抽出と基礎データの収集を図る。 

(4) 信頼性工学技術（安全対応技術） 

【中期計画（参考）】 

・診断アルゴリズムの開発、AE や振動など複数の情

報を解析するマルチモニタリングによる高信頼性異

常予知診断システムや電磁現象を応用した高精度損

傷評価技術の開発を行い、実機への適用性を検証す

る。また、機械要素の寿命・材料評価に関するデー

タベースを構築するとともに機械要素の精度保証シ

ステムを提案し、国内案を作成、ISO の規格制

定・改定に貢献する。 

≪平成15年度計画≫ 

・融液成長複合材料（MGC）等の超耐熱構造材料に

ついて、超高温・高圧水蒸気環境下におけるクリー

プ試験を継続し、高圧水蒸気による加速現象の発現

メカニズムを明らかにする。また、第一原理計算を

用いて材料中での各種イオン・分子等の安定性を調

べ、超高温・高圧水蒸気環境下における各種イオン

の拡散挙動を理論的に解明する。 

・ハイブリッド・ナノキャラクタリゼーションにより

強磁性形状記憶合金等の機能発現メカニズム、機能

劣化メカニズムの解明に関する研究を継続する。ま
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た、シミュレーション手法を援用することにより、

MEMS の信頼性確保、耐久性向上のための設計指

針の策定を図る。さらに、MEMS や NEMS の構

成微小材料のメカニックスに関する研究を継続する。 

・先進複合材料を中心とした損傷許容性の評価研究を

継続しその研究成果をデータベース化して

ACMDS をさらに充実化させる。また、材料デー

タベースのみならず製造プロセス、設計データベー

スを包含するシステムデータベースの構築・整備の

在り方等について提言としてまとめる。 

・歯形測定機校正技術の開発、実証試験および測定不

確かさの評価を行い、ISO 規格化に必要な資料を

得る。 

・軸受損傷に特化して、メンテナンストライボロジー

の技術課題抽出を目的とした調査を継続する。 

・風力発電システムやコジェネレーションシステムに

組み込まれた転がり軸受などの機械要素を対象とし

て、AE をはじめとする各種損傷診断技術の高度

化・複合化とネットワークを利用したリモート診断

に関する実証試験を行う。 

・地電流観測ステーションによる地中電荷変動計測、

電磁波観測を継続して行い、異常信号と地震発生と

の関連を調べる。電磁気異常発生条件や、従来知ら

れている圧電電気に起因する現象との強度関係につ

いて実験的に調べる。 

 

別表２ 地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く

人類の持続的発展に貢献するため、国土の利用や資源開

発・環境保全に必要不可欠な地質の調査、国土の地質学

的・地球科学的実態の正確な把握、地球科学に関する基

礎的・先導的・応用的研究、ならびに地震・火山等の地

質災害の軽減研究を実施するとともに、海外地質調査、

国際研究協力及び技術協力を推進し、これらの地質学

的・地球科学的情報を広く国民に提供するために、各項

目の中期計画に対して平成15年度は以下の研究開発等を

行う。 

(1) 【地質情報の組織化と体系的集積・発信】 

  ［地質図・地球科学図の作成］ 

  【中期計画(参考)】 

・地震予知・防災に関する緊急性の高い特定観測地域

1/5万地質図幅13図幅、社会的及び地球科学的重要

地域の1/5万地質図幅17図幅を作成する。1/20万地

質編さん図の全国完備を目指して、未出版8地域を

作成する。さらに特定観測地域の1/20万総括図8地

域の調査を実施する。 

《平成15年度計画》 

・5万分の1地質図幅に関しては、冠山・五條を始めと

する25地域の地質調査を実施し、須原・身延など6

地域の図幅を完成する。20万分の1地質編さん図に

ついては、白河、山口を始めとする6地域の地質調

査を行い、開聞岳地域と甑島地域の2地域の図幅、

豊橋及び伊良湖岬地域の1図幅の改訂版を完成する。 

【中期計画（参考）】 

・主要四島沿岸海域のうち未調査である北海道東方5

海域の調査を行うとともに、1/20万海洋地質図を14

図作成する。 

《平成15年度計画》 

・第2白嶺丸を用いて、北海道太平洋側沖「釧路・根

室沖海域」の海洋地質調査を行い、得られた資試料

等の解析・分析等の実施や地球物理データを処理す

る等、海洋地質図作成の準備を行う。また、すでに

調査の終わっている海域データの解析を進め、日向

灘海底地質図、枝幸沖海底地質図、金華山沖表層堆

積図、見島沖海底地質図、遠州灘海底地質図、石狩

湾海底地質図、石狩湾表層堆積図の作成、および重

力・地磁気異常図の作成を行う。 

【中期計画（参考）】 

・重力基本図4図と50元素の全国1/200万地球化学図を

作成し、中国・四国地域における重力調査を実施す

る。さらに、人為汚染地域の1/20万精密地球化学図

作成手法の開発を進める。 

《平成15年度計画》 

・重力基本図については、平成14年度までに測定した

九州地域の重力データの編集を行うとともに、中

国・四国地域の調査を継続する。これらの結果に基

づき、九州地域の重力基本図1枚を完成する。 

・空中磁気図については、平成14年度までに測定した

データの編集により、地殻活動域の高分解能空中磁

気異常図1枚を完成する。 

・地球化学図については、集積されたデータのデータ

ベースへの登録とともに、地球化学図情報システム

により地球化学図を作成する。また、有害元素の広

域分布とバックグラウンド値の評価を行う地球化学

図解析・評価システムを構築する。 

・地球化学サイクルにおける風送ダストの研究では、

中国東縁部ならびに日本国内の観測ネットワークに

おいてハイボリュームエアサンプラーを稼働させて

ダストの沈着量を観測し、東アジア風送ダスト沈着

域での風送ダスト沈着量を定量的に評価・解析する。 

【中期計画（参考）】 

・大都市圏精密基盤構造図および衛星地盤変動図作成

手法を開発する。 

《平成15年度計画》 

・大都市圏精密基盤構造図作成に必要とされる要素・

収集すべきデータ等の検討と、京都盆地南部の精密

基盤構造図プロトタイプ作成に向けたデータ収集を

行う。首都圏をモデル地域として、基盤構造解明の

ための反射法調査を追加実施し、自治体等が所有す

る基盤構造既存情報を収集するほか、基盤の3次元
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的構造の解明に着手する。また、衛星レーダー干渉

測定法による地殻変動量の比較・検討を通じ、シス

テム特有の問題点を抽出し、データ解析手法の 適

化を図る。都市域極浅部の地盤構造・物性を高分解

能・高効率で把握する物理探査手法の確立とその普

及をめざし、共同研究を推進する。 

・定量評価を終えた地盤沈下地域を対象に地盤変動図

のプロトタイプ作成を行い、CD-ROM 版を公開す

る。 

・平成14年度に開発した複合ボーリング調査・反射法

探査・重力探査の総合的な探査手法を用いて、首都

圏北東部を中心に、第四系基本層序確立と埋没谷の

形状評価の調査を進め、それらの技術的課題と層序

標準確立に関する問題点を整理する。一方、広域に

わたる面的な地下地盤構造・層序の評価を行うため

に新旧のボーリング試資料の収集・整理を行い、第

四系の地質層序構造モデルの精密化を図る。また、

首都圏平野部地下の第三系について、地表の第三系

標準層序・構造の研究と、既存の深層ボーリングの

岩相解析・微化石分析による堆積環境と地質年代の

解析を進め、標準層序とグラーベン構造の地質構造

モデルの精密化を図る。 

【中期計画（参考）】 

・未利用地熱資源量評価のために、地熱資源評価シス

テムの設計及び数値地熱資源量分布図の作成を行う。 

《平成15年度計画》 

・基盤岩貯留層については噴気データ、コア断裂デー

タを用いて、また貫入岩体周辺貯留層については流

体包有物データ等を用いて、それぞれ透水性分布モ

デルを作成する。カルデラ地熱系については、基礎

データの蓄積と熱構造モデルの作成を行う。平野部

熱水系では多変量解析で流体特性を明らかにする。

地理情報システムを利用した数値地熱資源量分布図

の作成では、地熱開発有望地域レベルについて解

析・表示法等の検討を行う。その一表現形式として

温泉放熱量分布図についても試験的に検討する。 

【中期計画（参考）】 

・1/200万鉱物資源図2図、燃料資源地質図2図、1/50

万鉱物資源図2図、水文環境図4図、大都市圏の地質

汚染評価図2図を作成する。 

《平成15年度計画》 

・50万分の１鉱物資源図「南西諸島」を完成させる。

200万分の1鉱物資源図「珪石・長石」の編集を行う。

また、数値化を進めてきた鉱物資源情報の発信を開

始する。 

・中国地方の真砂資源の評価法についてとりまとめを

行う。「島根県」に続いて骨材資源総合評価を中四

国・九州地区の5-6県程度で進める。 

・燃料資源地質図（三陸沖周辺燃料資源図、日本周辺

ハイドレート分布図、筑豊炭田図）作成作業を行う。 

・「八ケ岳水文環境図」を印刷・公表する。また、「仙

台平野水文環境図」の原稿をとりまとめる。山形県

及び新潟県における地下水調査は現地調査と採取し

た水試料の水質分析等を継続する。地質汚染評価図

の作成では、「姉崎」図幅地域内の調査研究のとり

まとめ、成果の普及・公開を行う。 

［情報の数値化・標準化・データベース整備］ 

【中期計画（参考）】 

・1/5万地質図幅315図、出版済1/20万地質編さん図全

99図をベクトル化し、数値地質図として整備する。 

《平成15年度計画》 

・1/20万地質編さん図のうち、平成13年度までに実施

したベクトル化26図を校正して東北及び関東甲信越

地域の CD-ROM 出版のための数値地質図整備を行

う。また、特殊地質図類等5図のベクトル化を進め、

新たに出版すべき数値地質図の整備を行う。 

・1/5万地質図幅60地域及び1/20万地質編さん図のう

ち新規出版図幅のベクトル化を行い、それによる高

度利用の研究を引き続き実施する。 

・1/20万日本数値地質図のうち、東北地域の編集に着

手する。 

【中期計画（参考）】 

・新第三紀標準複合年代スケール及びデータベースな

らびに1/20万地質図の共通凡例を作成し、地質表示

基準を完成する。これを用いて1/20万精度の暫定版

全国地質図を編さんし、大都市地域の1/20万地質図

を再編する。 

《平成15年度計画》 

・微化石層序、古地磁気層序など各種年代層序のさら

なる精度の向上と複合を進め、暫定版地質年代尺度

を作成・公開する。 

・20万分の1数値地質図（シームレス地質図）のうち、

大阪及び周辺地域の編集を行う。 

【中期計画（参考）】 

・地球化学標準試料を新たに4個作成し、標準値を設

定する。 

《平成15年度計画》 

・地球化学標準試料の研究では、現在枯渇して使用制

限のある玄武岩の標準試料を作成し、標準値を設定

するために高精度な分析技術の開発を行う。また、

岩石標準試料の各種情報をデータベースとして登録

し、インターネット上で公開する。 

【中期計画（参考）】 

・地質標本を2万点追加登録するとともに、岩石鉱

物・化石の分類・系統・標準研究高度化の第1フェ

ーズとして日本の岩石鉱物カタログを作成する。 

《平成15年度計画》 

・日本産鉱石属性データのデータベース化のために基

礎データ照合後のデータの訂正等編集を行うととも

に、新規地質標本の受入・登録・収納・管理を行う。
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地質標本館資料報告第7号「南部鉱石標本カタロ

グ」作成のため1,500点の標本のデータベース化し、

出版の準備を進める。標本情報の高度化のため、標

本の薄片・研磨片作成を行う。 

・日本産変成岩カタログ作成のため、登録岩石標本デ

ータから変成岩の全データを抽出する。新種の角閃

石を発見した岐阜県産接触変成岩を含め、接触変成

岩類についての造岩鉱物学的データの充実を図る。

動物化石グラフィックデータ集作成に向け化石画像

データを集積し、化石に関する地質標本 DB を拡張

する。また、第四紀火山灰層カタログ作成のための

試料分析を行う。 

【中期計画（参考）】 

・石炭起源ガス、ガスハイドレート等の天然ガスを中

心とする燃料資源、大規模潜頭性鉱床等の鉱物資源

及び西太平洋の海底鉱物資源情報を体系的に収集す

る。 

《平成15年度計画》 

・基礎調査、ガスハイドレート関連情報の収集、DB
化を進める。天然ガス地化学 DB 作成作業、油田ガ

ス田情報の DB 化を進める。 

・CD-ROM 日本鉱床図鑑の英語化を終了し、日本鉱

床図鑑（国際 DVD 版）を出版する。 

・北西太平洋域海底鉱物資源データベースに関して情

報の収集と更新を継続するとともに、新たな数値デ

ータに基づく内容の充実を図る。 

【中期計画（参考）】 

・日本地質図データベース、日本全国空中磁気データ

ベース、日本周辺海域の海洋地質データベース、水

文地質データベース及び日本地層名検索データベー

スの構築と、日本地質文献データベース、日本及び

世界地質図索引図データベース、地球化学情報デー

タベース、地質標本管理用データベース、ならびに

地質標本館登録標本画像データベースの継続的な更

新を行い、ウェブ上に公開する。 

《平成15年度計画》 

・日本地質図文献データベースについては、5万分の1

地質図幅未刊地域に係わるデータベースのデータ蓄

積を継続して進める。 

・日本全国空中磁気データベースについては、平成14

年度に処理したデータを編集し、データベースの本

格的な構築に着手する。 

・日本列島基盤岩類岩石物性データベースについては、

中部地域のデータを整備し、公開する。 

・海洋地質データベース構築の一環として、海底堆積

物データベースについては粒度及び写真データの作

成する。地球物理データベースについては、メタデ

ータの作成と測地系変換及び標準磁場等の検討し、

海域地質構造データベースについては地質構造解析

手法の解説と代表的イメージの登録を行う。また、

海底音響画像のデータ処理技術を高度化する。マリ

アナトラフにおけるデータ空白域の地球物理マッピ

ングを行い、トラフ全体のテクトニクスを解明する。 

・水文地質データベースの拡充を行い、開示可能なデ

ータをウェブ公開する。 

・地層名検索データベースについては、地層名新規登

録・更新の継続、第四紀火山及び火成岩体の検索デ

ータベースの継続的更新、変成岩体検索データベー

スの作成を行う。 

・日本地質図データベースについては、G-XML プロ

トコルを使用した web 上での数値地質図データ利

用の高度化を図るため、1/100万・1/20万・1/5万地

質図の DLG データの修正・作成を継続する。デー

タベースの整備については、新たに「100万分の１

日本地質図（第3版）ベクトルデータベース」及び

「地質標本科学データベース」の整備を支援し、

RIO-DB を通じて順次公開していく。 

・地球化学情報データベースについては、堆積物試料

を中心として分析データのデータベースへの登録を

進める。 

・岩石、鉱物、化石標本について、登録番号、標本名、

産地、採集者等に関する検索項目を標本管理用デー

タベースとして、岩石10,000点、鉱物2,000点、化

石500点の入力を実施し、データの不備に関して、

チェック・訂正を行い新たなデータ項目を追加し、

データの整備を行う。また、標本の画像情報化（電

子標本館）のために、岩石標本のデジタル画像化を

試験的に実施し、植物化石・標準鉱物の標本画像情

報化及び代表的な鉱石標本の画像情報化を行う。 

・地震に関連する地下水観測データベースについては、

地震予知研究のための地下水総合観測網のデータを

データベース化して公開する。さらに、地震前後に

おける地下水変化の過去の事例をデータベース化す

る。 

【中期計画（参考）】 

・地下構造3次元データベースと国内モデル5地域の

1/20万統合地球科学データベースの試作を行う。 

《平成15年度計画》 

・統合地球科学データベースでは、5地域のモデル地

域について既存データの収集を行い、統合解析機能

を汎用化して組み込むための研究を行う。 

・地球物理データ（地形・重力など）と地質データの

統合解析処理を高度化する研究を行い、簡易 GIS
ビューアーにインターネット機能を付加する研究を

行う。また、三次元ビューアーの高度化を行う。 

【中期計画（参考）】 

・これらのデータベース構築に必要な技術開発と標準

化を行う。 

《平成15年度計画》 

・標準情報（TR）化研究として、「地質図凡例コード
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標準情報化」方針の検討を行い、TR 原案を作成す

る。 

・G-XML/GML 対応の地質図データベースのための

標準変換ソフトウエア等の拡充を図る。 

・地質情報クリアリングハウス・システムを公開する

とともに、地質情報の標準フォーマットとして採用

した G-XML（JIS X 7199）の適用範囲を広げ、そ

の検索のためのシステムを開発する。 

［地質情報の提供］ 

【中期計画（参考）】 

・地質の調査に係わる地質図類、報告書、研究報告誌

等の出版を継続するとともに、オンデマンド印刷・

CD-ROM 等電子媒体による頒布体制を整備する。 

《平成15年度計画》 

・地質図類と関連報告書、及び研究報告誌等の出版に

ついては、年度出版計画に基づき原稿を検査し、印

刷の仕様書作成と発注を行う。オンデマンド印刷に

ついては有料頒布している地質図類全てを受注する

体制を整える。 

【中期計画（参考）】 

・新たに地質の調査に関連するメタデータ及び総合的

な検索システムをウエブ上に構築する。 

《平成15年度計画》 

・新規に発行される地質図類のメタデータを作成する。

東・東南アジア地質図メタデータ構築のため、既存

地質図類の英文によるメタデータを作成し、順次公

式ノードサーバー上に構築・公開する。 

・日本地質文献データベース・日本地質図索引図デー

タベースの統合入力システムを試行し、完全統合化

に向けて調整・整備を行い、ウェブでの公開を目指

めざす。世界地質図索引図データベースではグラフ

ィカルなプレビュー画像データを追加し、ユーザに

提供する。 

【中期計画（参考）】 

・各種イベントへの参加協力および独自の地域地質情

報展などを毎年開催するとともに、地球化学標準試

料を含む標準的試料・標本や成果普及物の頒布と野

外見学会や普及講演会の実施を行う。 

《平成15年度計画》 

・各種イベントの機会をとらえ、「地質の調査」関連

分野の研究成果を目に見える形で一般に公表する。

平成15年度は静岡市において地質情報展を実施し、

成果普及活動を展開する。また、地域に密着した国

土データである各種地質図類についての一般の理解

を広げるために、地質図をより分かりやすく再編集

した一般向けの地質図製品を考案する。 

・地質標本館の展示の改修・新設を実行する。展示標

本の見直しと展示方法を改良し、見やすく理解しや

すい展示に努める。科学技術週間に合わせて新設展

示を一般に公開する。産総研一般公開では、特別展

を企画・実施する。その他「 新地質図展」「地域

地質情報展」を再展示する。「移動標本館」として、

地域センター、外部博物館等施設へ積極的に参加す

る。ミュージアムショップにおける頒布品目を検討

し、グラフィックシリーズを新たに企画する。平成

15年度実施予定の特別展に関連した普及講演を実施

する。普及イベントとして「化石レプリカ作り」

「化石クリーニング」「鉱物に名前をつけよう」「地

球何でも相談」を行う。第2回野外地質見学会、第2

回地質写真コンテストを計画・実施する。 

【中期計画（参考）】 

・資源・地質災害等の重点研究分野における産業界、

学界、地方自治体等との交流・連携を強化推進する

とともに、地学に関する内外からの相談に積極的に

応える地質相談を行う。 

《平成15年度計画》 

・北海道地質調査連携研究体では、資源・地質災害等

の重点研究分野において産業界・学界・地方自治体

等との交流・連携を強化推進する。平成14年度まで

に蓄積された企業や大学との人的ネットワークと、

地質情報のデジタルコンテンツ化に関するノウハウ

を生かし、IT と地質の融合分野を意識しつつ企

業・大学・公設試との連携や成果の普及に努める。

産総研における GIS アプリケーション開発の拠点

の1つとして、GIS 関連企業との連携に特に重点を

置く。 

・関西地質調査連携研究体では、つくばの地質調査総

合センターおよび地元大学・自治体・企業との連携

のもとで、近畿圏における活断層の活動史・地盤災

害・地下地質などの研究を推進し、未利用採石資源

に関する物性試験や適材地の絞り込みを行う。さら

に、関西産学官連携センターの一員として、地質に

関する 新の成果を普及するための活動を行う。 

・「地質の調査」及び関連研究分野の広報誌でありか

つ、地質学の普及雑誌でもある「地質ニュース」を

編集するとともに、資料としての有用性を高めるた

めにバックナンバーのデータベース化をさらに推進

する。 

・引き続き相談用資料の充実を図るとともに、イント

ラ入力体制の元での相談業務の変化に対応する。 

［地質の調査のための基盤的基礎的研究］ 

【中期計画（参考）】 

・島弧地域における地史未詳地質体の研究を行い、北

部フォッサマグナ構造図の作成等による島弧地質現

象モデルの高度化、地質調査技術の高精度化を行う。 

《平成15年度計画》 

・島弧地質の研究では、地史未詳地質体の研究を行う

ため、北海道における火山噴火特性の研究と近畿地

域の第四紀テクトニクスの研究を継続して進捗させ

る。また、新たに北部フォッサマグナ地域の後期新
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生代テクトニクスと棚倉マイロナイト帯の構造岩石

学的研究を実施する。 

・西南日本領家帯の形成史を明らかにする。 

【中期計画（参考）】 

・地殻深部の不均質構造探査手法の研究を行うととも

に、古地磁気／岩石磁気手法の高度化と海底付近で

の物質循環や海底環境把握手法の開発を行う。 

《平成15年度計画》 

・地殻深部～マントルの不均質構造探査手法の研究を

行い、微小地震・速度・比抵抗・温度・地殻内流体

などに関連する不均質構造を解明する。特にこれら

分布の相互関係について検討する。内核外核境界の

地震波速度構造の解析を終了させる。マントル遷移

層内に滞留するスラブ内で起こった珍しい地震の震

源過程の解析を開始する。従来モデルに採り入れら

れることのなかった物理法則を導入して微小地震発

生のメカニズムを明らかにし、地殻深部の不均質性

の解明を目指す。 

・平成14年度までに得られた結果をもとに、抽出され

た問題点の解決を図り、海底熱水系から放出される

熱水の流量と、それにより運ばれる熱／物質量の変

動を定量的かつ長期的にとらえる。 

・過去数万年間の古地磁気強度変動について、火山岩

と堆積物のデータを組み合わせて高分解能変動曲線

を確立する。また、約20万年前の地磁気エクスカー

ションの実態を明らかにする。長周期地磁気永年変

動については、過去300万年間の相対強度標準曲線

を完成させるとともに、強度と伏角の相関解析を太

平洋域の堆積物について行う。さらに、グローバル

な変動像の確立へ向けて、インド洋・北太平洋等か

らの堆積物の採取と、変動メカニズムの推定を行う。

古環境研究への応用に関しては、北海道沖太平洋等

の堆積物を対象とする。 

・海底熱水系における金属鉱化作用の実体把握、海底

下の資源量評価、物質移動の定量モデル構築、開発

技術の検討を重点的に実施するとともに、北西太平

洋域の堆積起源重金属鉱床の形成場、形成史の解明

を目標とした研究を継続する。外国機関との共同研

究、人的交流を促進する。 

・石垣島および沖縄本島において、サンゴ礁生態系に

影響を与えると考えられる有機系環境ホルモンにつ

いて分析を行い、その影響を評価する。 

・海草藻場評価のための海域調査手法に関する研究は

平成14年度で終了した。汽水域に関する調査手法に

ついては、汽水域環境計測システムの統合化および

計測データのテレメータリング手法の実用化を図る。 

【中期計画（参考）】 

・アジアの金資源の開発・利用におけるリスク要因の

研究とリスクアセスメントの高度化を国内外で行う。 

《平成15年度計画》 

・アジア太平洋地区における資源開発とそのリスクに

ついて情報を収集し、リスクコミュニケーションの

手法を用いて情報を解析し、資源行政や東南アジア

諸国に対して資源開発におけるリスク管理のあり方

を提言する。 

【中期計画（参考）】 

・二次イオン質量分析法による精密同位体分析法の開

発を進め、地質不均質系成因モデルを構築する。 

《平成15年度計画》 

・二次イオン質量分析法（SIMS）やレーザープロー

ブ法、赤外線顕微鏡を用いた微小領域における同位

体分析法等の開発を進め、Si 同位体の挙動に関す

る制約条件の提示、珪酸塩の酸素同位体分別測定、

サンゴ試料分析等を行い、隕石コンドルールの年

代・同位体分析から初期太陽系の固体物質の変遷を

考察する。また、地球惑星で発生するマグマの起源

や温度・圧力条件等に制約条件を与えるため、メル

ト包有物の硫黄同位体比・揮発性成分濃度の測定や、

火星起源隕石等の輝石中の微量元素分析を行うほか、

北東アジアの地質構造と鉱物資源に関する国際研究

の成果図類を完成する。 

(2) 【深部地質環境の調査・研究】 

【中期計画（参考）】 

・地層処分システムに関係する地球科学的知見・デー

タの取りまとめと分析を行い、安全性評価のための

論理モデルを構築するとともに、地下水流動モデル

や長期的な物質の挙動のナチュラルアナログ等の研

究を行う。 

《平成15年度計画》 

・放射性核種移行の数値解析を目的として、三次元地

質モデルの研究、化学反応の研究、岩石物性の研究、

数値モデリングの研究を実施する。三次元地質モデ

ルの研究では、新潟県東部において1辺が100m ほ

どの河川流域において、ボーリングによる地下水流

動調査や地化学調査を行う。化学反応の研究では、

同新潟県東部のウラン濃集部におけるウランの沈殿

形態の解析や鉄鉱物の溶解実験を実施する。岩石物

性の研究では、応力測定装置の現位置試験、高温下

における変形・透水同時実験、地層変形および浸透

流の大型模型試験、岩石の変形・破壊における間隙

水の移動に関する2次元シミュレーションを実施す

る。核種移行の数値モデリングでは、並列化有限要

素法プラットフォームにのせる H-T モジュールと

その上にのせる C モジュールのインターフェース

の仕様について検討し、tough2のための要素分割

コードを作成する。 

【中期計画（参考）】 

・東北南部の列島横断地帯及び地質項目毎の代表的地

域において、総合的な広域地質調査・解析を実施す

るとともに、長期変化プロセスとメカニズムの抽
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出・検証、及び定量的な影響評価解析・予測手法等

の研究を行い、技術資料等を整備する。 

《平成15年度計画》 

・放射性廃棄物の処分サイトの成立性を評価するため

の研究として、火山マグマの研究、隆起沈降の研究、

地震断層の研究、熱水活動の研究を行う。火山マグ

マの研究では、東北区南部の吾妻・肘折・沼沢火山

の噴出物の地質学的調査と岩石学的検討、九州北部

の単成火山活動の時空分布とその地球化学的特性の

解明を実施する。隆起沈降の研究では、福島県会津

盆地から新潟県津川盆地にかけての段丘の編年を行

い、第四紀後半の地殻変動量と浸食・堆積量の定量

化を行う。地震断層の研究では、会津盆地西縁部の

活断層周辺の精密重力探査による地下構造の把握、

鳥取県西部地震周辺地域の見落とし活断層のトレン

チ調査を実施する。熱水活動の研究では、東京湾沿

いの井戸や温泉井の水質調査、近畿地方・東海地方

の深部水のマルチアイソトープ調査を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・既存公表資料を対象とした地質の隔離性に関する全

国データベースシステム、及び地質構造解析システ

ム等のデータ処理システムを構築する。 

《平成15年度計画》 

・平成13年4月から平成15年4月の間の新規公表資料の

データベース化を追加するとともに、それぞれの要

素データベースの整備を進め、データベース整備の

第1段階を完了する。また、これらのデータベース

の統合を進め、公開を前提とした統合データベース

システムの試作と公開試行を行う。 

【中期計画（参考）】 

・深部地質の災害や環境保全に関する要素や指標を抽

出し、それらの地域分布に関する各種の地質環境図

類を作成し、分り易い形での情報発信を行う。 

《平成15年度計画》 

・神戸市域に隣接する芦屋市と西宮市における地下水

採取調査を実施し、同地域の地下水の性状、起源、

滞留時間、涵養域、河川水との交流関係を明らかに

する。また、神戸市および周辺地域の環境地質図類

の作成に着手する（平成16年度に出版予定）。阿武

隈地域や仙台地域等の追加調査も実施予定である。

これらの調査結果公開の一環として、山形市周辺地

域の地質環境アトラスの出版物とインターネットで

の公開を同時に実施する。 

(3)【地震・活断層及び火山の調査・研究】 

［地震・活断層］ 

【中期計画（参考）】 

・全国主要活断層の第一次調査、及び第一次評価を完

了し100年以内の地震発生確率を明らかにするとと

もに、平成16年度末までに活断層12件の調査報告書

を出版する。 

《平成15年度計画》 

・揖斐川断層、関谷断層、伊予灘 MTL、深谷断層、

及び琵琶湖西岸断層系の5断層について、評価のた

めの調査報告書をとりまとめ、公表する。また、セ

グメント単位での活動時期と規模の評価手法を開発

し、全国主要活断層について第一次評価の作業を進

めて全国主要活断層評価の試案を作成する。 

・これまでの上町断層系と木曽山脈西縁断層帯の調査

成果をとりまとめるとともに、邑知潟断層帯につい

ては、 新活動時期を特定するための補完調査を実

施する。 

・牛首断層、境峠・神谷断層帯、黒松内断層帯、及び

長町-利府線断層帯について、成果の一部をとりま

とめるとともに、活動時期や1回の変位量を絞り込

むための補完調査を実施する。また、新たに深谷-

綾瀬川断層帯の調査に着手する。 

・C 級活断層の実態を明らかにするため、鳥取県西部

地震断層について、これまでの調査成果をとりまと

めるとともに、大原湖断層帯について、活動履歴調

査を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・活断層ストリップマップ3図、1/50万活構造図3図、

地震発生危険度マップ1図を刊行する。 

《平成15年度計画》 

・活断層データベースの整備に関しては、全国98主要

活断層について、データ整備を完了し、一部につい

て暫定版を web で公開する。整備されたデータを

もとに、活断層評価のためのパラメータ抽出と、調

査地点ごとのパラメータ評価手法の検討を行う。 

・1/2.5万伊那谷断層帯ストリップマップを刊行する。

その他国内の活断層に関するストリップマップの編

纂作業については、活断層データベース（GIS マ

ップ）へ統合して作業を進める。トルコ・北アナト

リア断層1999年地震断層（イズミット湾及びサパン

ジャ湖）ストリップマップ（仮称）を出版する。 

・1/50万活構造図「新潟」を刊行するとともに、1/50

万活構造図「金沢」および「秋田」の編纂を進める。 

・活断層データベースで整備されたデータに基づいて、

地震発生危険度マップの編纂作業を行う。 

・活断層・古地震研究報告 No.3を編纂・刊行する。 

・活断層研究センターニュースを毎月刊行する。 

【中期計画（参考）】 

・2つの活断層系を対象として、セグメンテーション

及びセグメントの連動を解明する。 

《平成15年度計画》 

・北アナトリア断層系1944年地震断層において過去4

回の単位変異量を解明し、1967年地震断層について

は詳細なセグメント構造を明らかにする。さらに、

国際ワークショップを開催し、北アナトリア断層と

断層活動モデルに関する調査成果の解析を推進する。 
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・平成13年崑崙山地震断層、平成14年 Denal 地震断

層について予備的な共同研究を実施する。 

・活動セグメント単位の活断層評価手法を開発し、そ

の適用をはかる。またセグメントの相互作用につい

て統計的・動力学的な検討を行う。 

・北海道東部の太平洋岸について、津波波高浸水図を

作成・出版する。千島海溝の地震について古地震調

査を継続するとともに、相模トラフ・南海トラフで

発生する海溝型大地震についても、地殻変動・津波

堆積物などの古地震調査を開始する。南米チリにお

いて海溝型地震の共同研究を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・京阪神2地域の震源断層モデルと地下構造モデルを

完成し、被害予測図を作成する。 

《平成15年度計画》 

・平成16年度に出版する予定の地震動被害予測図の準

備として、以下を行う。大阪湾におけるデータも含

めて、大阪堆積盆地の3次元地盤モデルを作成し、

近の地震記録を用いて検証する。生駒・上町断層

について、地下構造・変動地形データに基づく詳細

な断層モデルを構築し、応力の不均質を導入したよ

り現実的な破壊シナリオのシミュレーションを行う。

これらの活断層及びプレート間地震について、強震

動のシミュレーションを行う。 

・北海道東部の太平洋岸について、津波波高浸水図を

作成・出版する。千島海溝の地震について古地震調

査を継続するとともに、相模トラフ・南海トラフで

発生する海溝型大地震についても、地殻変動・津波

堆積物などの古地震調査を開始する。南米チリにお

いて海溝型地震の共同研究を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・地下水等の変動観測システムと前兆的地下水位変化

検出システムを構築する。 

《平成15年度計画》 

・東海地震の前兆的地下水位変化を算出する6観測点

において、東海地震想定断層面の任意の位置で前駆

すべりがあった場合の地下水位変化を算出する。近

畿周辺の10点程度の地下水観測点で、近傍の活断層

における適当な断層モデルを仮定したときの地下水

位変化を試算する。地下水観測点の1～2点で、観測

した地下水・地殻歪変化が反映している空間的スケ

ールを推定する。昭和南海地震前後の地下水変化に

ついて、紀伊半島や四国において調査を行う。 

・台湾との共同研究で、平成11年集集地震前後の台湾

全土の地下水変化を把握する。 

【中期計画（参考）】 

・活断層による歪蓄積過程を把握し、モデル地域にお

ける活断層深部構造物性図の作成を行う。 

《平成15年度計画》 

・断層深部のすべり過程モデル化のための地質学、地

球物理学的調査、室内高温高圧実験を継続、その結

果を総合し陸域断層深部のすべり・変形のモデルを

作成する。また断層深部に関わるデータのデータベ

ース改良を行う。断層深部構造探査のため、シミュ

レーション手法のより大規模な構造に適用可能なも

のへの改良、断層近傍の地震・歪等観測網の整備拡

充により、断層深部の構造モデルの作成を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・室内実験および野外観測調査により断層の深部すべ

り過程のモデルを構築し、地震発生予測のためのシ

ステムを設計する。 

《平成15年度計画》 

・強震動予測等に必要な基盤までの S 波速度構造の

決定を目指し、P-S 変換波などを利用した、より

深く構造が複雑な地域での探査手法を確立する。既

存データから S 波速度情報を抽出する解析手法が

ほぼ完成し、モデル地域での適用と、調査仕様が不

十分なデータへの適用性の検討とを行う。明瞭な活

断層が現れていない地域で地下地質調査を実施し、

活断層判定のための調査法の高度化と、断層周辺の

構造解明を行う。福井平野の基盤の3次元的起伏を

解明する。必要に応じ補完測定し、重力図の本格出

版を行う。平野部での地震波減衰推定のための問題

点の整理、解明を目指す。 

・高温・高圧で間隙水の存在する条件における摩擦強

度回復データを得る。地電流観測ステーションによ

る地中電荷変動計測、電磁波観測を継続して行い、

異常信号と地震発生との関連を調べる。電磁気異常

発生条件や、従来知られている圧電電気に起因する

現象との強度との関係を明らかにする。 

・間隙水を考慮した岩石破壊実験及び非均質断層のす

べり実験を実施し、実験データを用いて数値シミュ

レーションによりモデルを構築する。南アフリカ金

鉱山において地殻応力測定を行う。 

【中期計画（参考）】 

・日本周辺海域の地質構造・地震性堆積物の解析から、

地震発生頻度の予測手法を開発する。 

《平成15年度計画》 

・北海道西方沖の活構造に関する調査をまとめ、国際

誌に投稿する。また東北日本西方沖のタービダイト

の発生間隔を明らかにする。潜水調査船「しんかい

6500」を用いて、日本海東縁の活断層調査を実施す

る。 

［火山］ 

【中期計画（参考）】 

・薩摩硫黄島、有珠・岩手火山観測を行い、マグマ供

給系の物理化学過程を明らかにする。 

《平成15年度計画》 

・薩摩硫黄島、樽前火山などで火山ガス放出量・化学

組成の観測を行い、その変動実態の把握と要因の抽
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出を行う。薩摩硫黄島・岩手・磐梯火山等で地殻変

動・放熱量観測などを行い、火山体浅部におけるマ

グマ活動の検出を試みる。薩摩硫黄島・三宅島・有

珠火山等の噴出物の解析を行い、噴火過程・マグマ

溜まりにおける化学進化を明らかにする。一方、臨

時地下水観測データを解析し、特に三宅島において

は、地下水データの提供により、住民帰島の判断に

役立てる。また、噴煙観測手法の新規開発・既存法

の改良を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・雲仙平成新山の科学掘削を行い、マグマ上昇モデル

を検証し、噴火成長史・マグマ発達史を構築する。 

《平成15年度計画》 

・マグマ発生要因を明らかにするために、微量成分元

素および Pb、Sr、Nd 同位体比等をプレート内火

山岩に適用する。また、火山および島原半島発達史、

地球物理データを組み合わせた立体的モデル図を作

成する。一方、火道掘削カッティングスの化学分析、

年代測定を行い、山体内地質層序および形成史の解

明を試みる。雲仙地溝の活構造と雲仙形成史との対

応を行い、広域テクトニクスと火山活動の因果関係

を明らかにする。島原半島及び雲仙火山の火山発達

史および3次元構造の総合モデル化に着手する。ま

た、土壌ガス広域調査を島原半島全域で実施する。 

【中期計画（参考）】 

・火山科学図および火山地域地球物理総合図の作成手

法を開発するとともに、火山地質図2図を作成し、

第四紀火山活動の時空分布および火山衛星画像をデ

ータベース化する。 

《平成15年度計画》 

・三宅島・岩手火山の火山地質図および付属 CD-

ROM を作成する。口永良部島の噴火履歴調査を行

う。第四紀火山データベースを10程度の火山を対象

に試作する。また、山陰、北関東、伊豆、東北中央

部の各地方の第四紀火山活動分布を明らかにする。

一方、富士火山北山腹におけるトレンチ調査を継続

し、新富士後期の側噴火の噴出年代・噴火タイプを

明らかにし、新富士火山の噴火様式の進化モデルを

作成する。また、プレート内火山岩の微量成分元素

および Pb、Sr、Nd 同位体比、40Ar/39Ar 年代測

定を行いマグマ発生要因を解明する。 

・衛星画像データベースの全体計画を基に、プロトタ

イプデータベースを定期的に更新するためのプログ

ラム開発を実施する。また、プロトタイプデータベ

ースに英文の説明文を加える。岩石などの分光特性

データおよび関連情報（試料写真等）のサブデータ

ベースについて、基本的な設計を行う。岩石指標に

ついては、ケーススタディーを積み重ねるとともに、

短波長赤外域のデータを組み込んで高度化を図る。 

【中期計画（参考）】 

・火山体地質環境・変質部等の脆弱部を空中物理探査

から定量的に評価する手法を確立する。 

《平成15年度計画》 

・空中物理探査による火山の山体安定性評価手法開発

のために、平成14年度に検証調査飛行を行い有効性

を確認した高分解能空中磁気探査装置を用い、モデ

ル火山において空中磁気探査を行う。また、火山地

域地球物理総合図に必要なデータの整備を図る。 

・富士火山山体変動観測を継続して行う。火山灰デー

タベースを完成する。 

(4)【緊急地質調査・研究】 

【中期計画（参考）】 

・社会的要請への組織的かつ機動的な対応のために必

要な調査・研究の調整を実施するとともに、地震、

火山噴火、地すべり等の地質災害発生時には、直ち

に情報収集の体制を組み、必要に応じて緊急調査研

究を実施し、現地調査観測情報および関連情報を一

元的かつ速やかに提供する。 

《平成15年度計画》 

・毎年1、2件程度発生している地震・火山噴火、地す

べり、地盤沈下等の自然災害に関して、緊急調査の

実施体制をとって、正確な情報を収集し、行政・社

会ニーズに応える。関連分野間の連絡体である地質

調査総合センターを通じて、国土基盤に関連する各

種調査研究を積極的に発信するために、必要な調整

を行う。 

・三宅島火山活動の継続に対応し、引き続き緊急対策

本部を維持し、噴火活動の観測を行い、随時噴火予

知連絡会に報告するとともに、標本館展示、ホーム

ページ等様々な方法での一般への普及活動を行う。

産総研三宅島火山噴火緊急対策本部、地質調査総合

センターの各ユニットの研究者や地質調査情報部と

連携して、緊急観測班による観測研究を推進し、噴

火脱ガス活動の把握とその推移の評価を実施する。 

・地震・火山等の地質災害について引き続き、 新情

報を関連ユニットと連携して、地質標本館の展示を

通して普及・広報する。 

・地震・火山等の地質災害に関する 新情報を関連ユ

ニットと連携して、緊急展示・公開する。 

(5)【国際地質協力・研究】 

【中期計画（参考）】 

・地質の調査に係る国際協力の枠組み作り、国際地質

標準の設定に向けた企画調整、および国際機関関連

業務等に関する実施内容の策定を行うとともに、2

国間、多国間および国際機関に係わるプロジェクト

についての企画および実施の調整を行う。 

・東・東南アジア地域を中心とした環太平洋地域等の

地質・地球科学情報の信頼性の向上と国際標準化に

資するため、情報収集・整備を行い、国際研究活動

の促進を図るとともに、我が国唯一の「地質の調
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査」に係わる公的研究機関としての責務を果たす。

また、海外の地球科学関連研究機関との研究交流を

図るため、適切な研究協力協定の締結を目指す。 

【中期計画（参考）】 

・CCOP（東・東南アジア沿岸・沿海地球科学計画調

整委員会）、ICOGS（国際地質調査所会議）等に係

わる活動に、我が国を代表する実施機関として参画

する。 

・CCOP の年次総会、運営理事会に参加し、加盟国

かつ協力国としての我が国の責務を果たすとともに、

CCOP を通して実施されるプロジェクト DCGM-
IV の円滑な運営を図る。ICOGS、ICDP、IGCP、
IODP、CASM、CPC 等の国際共同研究プロジェ

クト事務局へ参画し、関連機関との調整を行い国際

共同研究の推進を図る。 

【中期計画（参考）】 

・東・東南アジア地域の地球科学情報収集を実施する

とともに、鉱物資源データベース、地熱資源データ

ベース、及び海洋地質環境情報デジタルデータベー

スを構築し、小縮尺東アジアの地質災害図を作成す

る。 

《平成15年度計画》 

・地質情報の標準化について世界各地の機関や委員会

において検討を進める。また、東アジア自然災害図

の CD-ROM 版については、日本語化と viewer の

改良を進める。アジアのテレーンデータについては、

化石情報の高度化を推進し、データベースの充実を

図る。アジアの深成岩情報については、日本やモン

ゴルなどを中心に実施する。 

・「東・東南アジア地熱データベース」及び「東アジ

ア地下水データベース」については、プロジェクト

終年度に当たり、データの 終的な収集と数値化

とを行い、ウェブ上に暫定版データベースを公開す

る。また、事業概要を CD-ROM 出版する。 

・「黄河流域統合型水循環モデルに関する研究」につ

いては、黄河本流地質断面、地図・衛星画像、地下

水 DB に基づいて、地下水循環初期モデルを作成す

る。 

・ベトナムの地質鉱物局と共同で進めてきたメコンデ

ルタの音波探査と江河デルタのボーリング調査のと

りまとめを行い、成果発表と報告を兼ねて合同国際

シンポをハノイで共催する。カンボジアにおける調

査は、引き続きカンボジア鉱物資源部と事前資料収

集などの調査準備を行う。IGCP-475に関して、平

成16年1月にタイで第1回年会を開催する。 

・アジアモンスーン域の赤道域海洋島より100年以上

の記録を有する試料を採取し、年輪形成の基礎研究

を実施する。 

【中期計画（参考）】 

・アジア地域における地質情報の標準設定と地球科学

図類の数値化、データベース化、メタデータ構築を

実施するとともに、インターネットによるアジア各

国との地球科学情報交換システムを整備する。 

《平成15年度計画》 

・世界地質図索引図データベースのデータ中、英語以

外の地図名の英文翻訳をさらに進め、検索可能地域

を増やし、利用に供する。 

・既存及び新規追加メタデータの英文化を拡充する。 

・東・東南アジア各国の地質図に関する CCOP メタ

データ構築プロジェクトにリーダーシップをもって

実現をめざす。 

・インターネットを活用して、アジア地域のデータ収

集や更新を効率よく実施するためインフラとソフト

の整備を行う。具体的にはアジア諸国政府や関係国

際機関（CCOP、UNESCAP、UNESCO など）と

連携しつつ地球科学情報を整備し、効率的な地球科

学的調査研究の基盤整備を推進することを目的とし

て、アジアにおけるネットワークを利用した地球科

学情報交換メタデータシステムの構築を推進するた

めに、海外関連研究機関との調整を行う。 

 

別表３ 計量の標準（知的な基盤の整備への対応）  

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保する

ため、計量標準及び法定計量に関する一貫した施策を策

定し、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究及

び開発並びにこれらに関連する業務、並びに計量に関す

る教習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量

機関を設立する条約のもと、計量標準と法定計量に関す

る国際活動において我が国を代表する職務を果たすため、

各項目の中期計画に対して、以下の研究開発等を行う。 

(1) 国家計量標準の開発・維持・供給 

 国際計量研究連絡委員会では省庁の壁を越えた協

力が出来るよう協議を進めると共に、産業界との調

整と協力も併せて進めるよう努力する。 

【中期計画（参考）】 

・計量標準の分野ごとに計量標準の開発・維持・供給

を行い、ISO/IEC17025及び ISO ガイド34に適合す

る品質システムを構築して運営する。また、国家計

量標準と国家計量標準機関が発行する校正証明書に

関する相互承認協定（以下グローバル MRA と略

す。）の枠組みの中で計量標準の国際比較と国際相

互承認を行う。 

《平成15年度計画》 

・計画見直しにより、第一期中期期間末までに新たに

200種類の供給を開始することを目標としている。

これをできるだけ早期に達成するため、今年度は物

理標準24種類以上、標準物質33種類以上、合計57種

類以上の新たな標準の供給開始を目指す。 

・平成13年度の標準物質、H14年度の物理標準ニーズ

調査に引き続き、医療・バイオ・食品に関する標準
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にニーズ調査を開始する。 

・法定計量分野での ISO/IEC17025に基づいた品質シ

ステムの整備を進める。 

・計量標準の普及と供給体制整備を支援するために、

計量に関わる研修を行う。 

・グローバル MRA の AppendixC（参加研究所の校

正能力リスト）について、登録可能な分野全体を網

羅して100項目以上とする（この数字は電気と放射

線の記載法変更で大きく変わる可能性有り）。また、

各国から提出されたリストの国際評価プロセスに10

名以上が協力する状態にする。 

・継続的・安定的な標準供給体制の構築と国際基準へ

の適合性を確保するために、ISO/IEC17025及び／

又は ISO ガイド34に適合した品質システムを運用

する。ISO/IEC17025の適合性証明については、年

度末までに新たに21種類以上の ASNITE-NMI 認

定審査・認定を目指す。 

・法定計量分野での試験・検査の品質システムの構築

を進める。 

－ブロックゲージ及び標準尺の測定の不確かさ評価

の高度化を行う。また高分解能デジタルスケール、

光波干渉測長機の校正装置の製作と不確かさの評

価を行い、標準供給の確立を行う。固体の屈折率

の測定技術の研究を継続する。距離計に関しては、

依頼校正による標準供給を継続する。JCSS 認定

制度に結びつく技能試験を3件程度、そして依頼

試験を1件以上実行する。また、二国間比較を1量

実施する。さらに、国内の認定事業者の技術審査

を5件以上行う。また、長さ標準供給の高度化・

効率化に重要な関連計測技術の開発を継続する。 

－真円度の高度化と光学段差の範囲拡大に重点を置

き整備を進める。引き続き標準供給を宣言した幾

何学量の11項目に対して円滑に標準供給できるよ

うに設備及び測定環境の整備を行う。新たに1件

以上の標準供給を開始する。品質マニュアル技術

編を2件以上完成させ、ピアレビューを2件以上受

ける。JCSS 制度につながる技能試験を1件以上、

依頼試験を3件以上行う。また、幾何学量の高度

化・効率化のための実験も継続して行う。 

－光ポンピング方式周波数標準器を用いた国際原子

時（TAI）の校正を行う。また、さらなる不確か

さの低減のため、新方式の共振器とオーブンの設

計を行う。極低雑音マイクロ波発振器のさらなる

低雑音化をすすめるとともに、セシウムの遷移周

波数への同調を行う。遠隔校正の不確かさの低減

を図り、システムとしての整備を進める。フェム

トコムを利用した光周波数計測システムの信頼性

を高め、より使いやすくなどの高度化を行う。将

来光周波数標準の実現のため必須なダウン・コン

バージョン技術の実験を行う。各波長域での波長

標準の研究・開発を引き続き行う。 

－よう素安定化 He-Ne レーザ波長標準について、

所内外の校正サービスを行う。レーザ波長（532 

nm）について品質システムの整備を開始する。

通信帯の波長について依頼試験開始のため通信帯

での周波数計測システムの整備・評価などを行う。 

－13種類の計量標準の維持・供給を継続する。質量

について、既範囲での高精度化・自動化、次年度

範囲拡大の5000kg 対応技術を開発する。力につ

いて、2年間で約100基の力基準機校正を実施、高

精度力計の性能評価技術を開発する。トルクにつ

いて、次年度以降範囲拡大対応の20kN・m トル

ク標準機性能評価を行う。重力加速度計について、

校正技術高精度化研究を継続する。圧力について、

現状供給の範囲拡大の対応の5kPa 以下及び

500MPa 以上の標準を開発する。真空標準につい

て、膨張法で1Pa～0.1mPa の標準供給実施、オ

リフィス法で0.1mPa 以下の開発整備を行う。光

波干渉標準気圧計の改造と不確かさの評価を行う。 

－質量について、CCM.M-K5基幹比較幹事担当と

持ち回り比較を開始する。力について、CCM.F-
K4へ参加する。トルクについては、20kN・m レ

ンジの多国間比較を計画する。液体高圧力標準に

ついて、100MPa の基幹比較と APMP 比較の幹

事担当と運営を行う。真空・低圧力標準について、

APMP と二国間比較を行う。力、圧力の主要範

囲で校正マニュアルの整備とピアレビューを実施

する。大質量分銅及びトルクメータ1kN・m 以

下に対応し次年度ピアレビューに向けた校正マニ

ュアルを整備する。 

－認定事業者へ質量、力、圧力（約10件）の標準供

給を行う。分銅、一軸試験機、圧力天びん等の技

能試験を実施する。第二階層の質量計、圧力計の

技能試験を開始する。主として第1階層校正事業

認定審査の技術アドバイザーを務め、技術委員会、

分科会に参加、技術基準整備・規格化への積極的

貢献により JCSS 認定機関に協力する。MRA 実

施の為に海外標準機関のピアレビューに協力する。

部門内の圧力液や分銅の校正依頼に応え、他の標

準の維持と立ち上げに協力する。 

－音響標準では、音圧レベル標準に関して供給の継

続および Appendix C への登録を行う。また国際

比較1件に参加する。音場絶対校正の周波数範囲

拡大に関する検討を行い、高周波音響標準に必要

な測定系構築に着手する。低周波音響標準に必要

な、レーザピストンホン校正装置における振動の

影響を低減させるため装置の改良を行う。 

－超音波標準では、超音波パワー校正並びにハイド

ロホン音場校正に関して、校正システムのプロト

タイプを完成させ、評価を行う。 
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－振動加速度標準では、低周波領域での不確かさ評

価一次案をつくる。高周波領域用に導入した加振

機の評価を継続する。また光路差倍増型のレーザ

干渉計を試作する。これらにより超高周波用校正

装置を試作する。事業者に対しては認定取得に向

けた説明会を開催する。 

－硬さ標準は、事業者への校正を実施し国際比較を

行う。また、ブリネル標準の整備に着手する。微

小硬さは標準物質開発への検討を開始する。衝撃

標準は国際比較と依頼試験を実施する。音速標準

物質の値付けを終了する。 

－白金抵抗温度計の jcss 標準供給・参照値校正を

行う。定点実現装置の不確かさ評価を行い、特定

標準器の更新を準備する。CCT、APMP の国際

比較に参加する。962℃抵抗温度計銀点標準供給

を開始する。1085℃銅点、962℃銀点において熱

電対の jcss 校正を行う。Pd 点及び0～1100℃熱

電対定点の jcss 標準供給開始を目指した不確か

さ評価を行う。熱電対校正用共晶点を実現し、

HIMERT の国際比較に参加する。輸送仲介用白

金抵抗温度計の試作を行い、輸送の実地試験を行

う。移送用熱電対を試作し、熱処理法による温度

分布依存性の評価を行う。 

－低温標準では、0℃～84K のカプセル型 Pt 抵抗

温度計標準供給の次年度開始に必要な校正装置改

良を行う。24K 以下の RhFe 抵抗温度計標準供

給のため校正用冷却システム製作を開始する。

Hg・Ar・O2の三重点の再現性を評価し Ne 三重

点を実現する。補間用気体温度計を Ne・平衡

H2の三重点と4He 蒸気圧目盛により校正し4.2K
～24K の目盛を実現する。0.65K～3K の3He 蒸

気圧温度目盛の不確かさを解析しその低減のため

装置を改造する。 

－放射温度標準では、特定副標準器の校正を行い、

放射温度計の持ち回り技能試験の結果を解析する。

常温域においては、校正業務の効率化・高度化を

図る。耳式体温計校正技術に関しては、移送用黒

体炉を仲介器とした国際比較測定を英国 NPL、
及び独 PTB との間において実施する。中温域に

おいては、亜鉛点及びインジウム点黒体炉の製作

と評価を行う。 

－高温用の湿度発生装置について、試験槽の評価を

行う。露点＋85℃までの jcss 校正を立ち上げる。

低湿度発生装置について、標準供給の効率化のた

めに、改造を行う。国際比較 CCT-K6に参加す

る。微量水分発生槽の改良を行い、安定した微量

水分の発生を実現する。キャビティリングダウン

分光法（CRDS）を用いて、微量水分発生装置の

評価を行う。蒸発量及びゼロガス中の水分量を評

価し、13ppb～10ppm の水分濃度の不確かさを総

合評価する。 

－気体中・小流量について、品質システムの運用と

標準供給を安定的に継続する。 

－液体大流量、体積について品質システムの運用と

標準供給を安定的に継続する。液体中流量につい

ては、平成16年度中に校正サービスが開始できる

ように設備の整備を行う。 

－石油大流量について、平成16年度中に校正サービ

スが開始できるように設備の整備、不確かさの確

定、校正手順の確立を行う。 

－新方式のコリオリ流量計に関して学会発表を行う

と同時に、さらなる高性能化を図る。 

－気体中風速、微風速について品質システムの運用

と標準供給を安定的に継続する。CCM/WGFF
基幹比較の幹事業務としてプトロコルの草案を作

成、CCM-WGFF で承認後比較を推進する。

APMP 基幹比較の幹事を担当し、同様な業務を

担う。 

－ピアレビューでの指摘事項に対して適切に改善処

置を行い、早期に ASNITE 認定を受ける。 

－各種固体熱物性の計測技術と一次標準器の開発、

及び標準物質の開発を進め、0-40℃の温度範囲に

おいて熱膨張率標準を確立し、依頼試験または標

準物質のかたちで標準供給を開始する。また

CCL の熱膨張率国際比較にパイロットラボとし

て参加する。 

－密度標準に関しては、要請に応じて jcss 標準供

給と JCSS 現地査察を行う。幹事所として密度

の基幹比較 CCM.D-K1（固体密度）の結果をま

とめ、CCM.D-K2（液体密度）に参加する。密

度品質システムのピアレビューを受け、CMC を

MRA Appendix C に登録する。CCM アボガドロ

定数 WG の活動に参加し、X 線結晶密度法によ

るキログラム再定義のための技術開発を行う。圧

力浮遊測定についてはドイツ PTB との二国間比

較を実施し、薄膜の密度計測への応用を探る。粘

度標準に関しては、要請に応じて依頼試験を行う

とともに JCSS 告示を行い、CMC を MRA 
Appendix C に登録する。落球法による粘度の絶

対測定のための技術開発を継続する。 

－時間応答特性の改善を図った粒子質量分析装置を

設計、試作し、性能評価を行う。前年度試作した

粒子発生装置の性能評価実験を行う。液中の粒子

／気泡系に対し、光散乱と蛍光のコインシデンス

により、粒子／気泡を識別をした計数を行い、そ

の不確かさを評価する。電気移動度分析と光散乱

法を組合せた、多分散粒子の粒径分布測定を行え

る装置を組み立て、その性能評価の予備実験を行

う。 

－直流電圧標準に関し7件程度の校正業務を行う。
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電圧標準に関しては、ツェナー電圧発生器の経時

変化の評価、および絶縁性の評価を行う。1V プ

ログラマブル・ジョセフソン接合アレーに関する

精密測定システムの開発を行う。ジョセフソン電

圧標準、直流分圧器の分圧比標準、1V プログラ

マブル・ジョセフソン電圧標準の開発および装置

改良を行う。 

－抵抗標準（1Ω、10kΩ）に関し6件程度の校正業

務を行う。抵抗標準（1Ω～10kΩ）に関し、品

質システムの整備を行う。低抵抗標準に関して測

定システムを開発する（ただし、当面、標準はオ

ーストラリア NML にトレーサブル）。QHR に

関してシステムの改良を行う。直流低抵抗標準

［1,20,100mW］を NML からトレースして H16

年度から供給できるように校正システムを整備す

る。抵抗標準［1-10kW］、高抵抗標準、QHR 抵

抗標準の維持、改良、及び直流抵抗の品質システ

ム整備を行う。 

－キャパシタンス標準2件、誘導分圧器の分圧比標

準2件程度の校正業務を予定。キャパシタンス標

準については、容量範囲の拡張を行う。インダク

タンス標準に関しては NML（オーストラリア）

にトレースし標準供給を開始する。キャパシタン

ス標準（10,100,1000pF、@1592Hz）に関し、品

質システムの整備を行う。引き続き APMP-
TCEM 議長として国際貢献を行う。 

－交直変換（AC/DC）標準については、(1) 平成

15年度は平成14年度までに構築した基本的な測定

範囲について、品質システムの整備を行なう。特

にピアレビューへの対応を目的とした品質マニュ

アルの整備を行なう。ピアレビューは、40Hz-
100kHz の周波数範囲、2V-20V の電圧範囲にお

ける交直電圧変換標準について受ける予定である。

一方、新たに低電圧範囲（10mV-2V）について

国際比較に対応可能な体制を整えることを目標と

して、低電圧交直変換標準の整備を開始する。 

交直変換（AC/DC）標準［2-20V、10mA、40Hz-
100kHz］の品質システムを整備し、ピア・レビ

ューを受ける。 

AC/DC 標準を低電圧［10mV-2V、10Hz-100kHz］
領域に拡張に着手する。 

AC/DC 遠隔校正実証実験を行う。 

－交流電力標準については、交流電力ブリッジの実

証試験を実現する。 

－交流電流比標準については、平成14年度までに整

備したシステムの不確かさの評価結果を継続し平

成16年度に予定している指定校正機関等で維持さ

れている特定標準器を産業技術総合研究所へ移設

し、併せて産業界への標準供給の開始に向け準備

を進める。特に電流範囲の拡張について課題を整

理し、より合理的なトレーサビリティ体系を検討

する。 

－交流電力標準は平成16年度に基本範囲［45-65Hz、
100V、5A］完成を目指し、開発を行う。 

－電力は10GHz 導波管電力標準の広帯域化の研究、

18GHz 同軸電力標準の高度化および60GHz 同軸

電力標準の開発を行う。雑音は18GHz 同軸標準

の供給システムを開発し、40GHz 同軸雑音標準

の開発研究を開始する。減衰量は10MHz-18GHz
同軸減衰量標準の広帯域化を行い、ついで

40GHz までの拡張を検討する。また、10GHz 導

波管減衰量標準システムを開発する。インピーダ

ンスは2-18GHz の同軸 PC7コネクタの整合イン

ピーダンス標準の開発を行う。レーザパワー標準

に関し、高出力レーザパワー測定の基準となる

10W 用カロリメータを試作する。レーザ減衰量

測定システムを開発し、不確かさの評価を行う。

パルスレーザエネルギー標準の開発に着手する。 

－高周波電圧、高周波電力およびレーザパワーの特

定副標準器の校正を10件程度行い、不確かさ評価

を行う。通信総合研究所に対して1件の電力計校

正を行う。X バンド導波管電力標準の特定標準器

を整備する。減衰量は10MHz-18GHz 同軸減衰

量標準装置により JCSS 供給を開始し、雑音標

準は18GHz までの標準供給のための校正システ

ムの整備を完了する。減衰量と雑音標準は、外国

NMI からの一部供給を受ける。JQA のレーザパ

ワー特定副標準器の校正を行う。平成16年度に

JQA 指定校正機関の業務を引き継ぐため、電

圧・電力・減衰量・レーザパワーに関し準備を行

う。 

－アンテナ係数の依頼試験を継続し、1GHz までの

ダイポールアンテナのアンテナ係数の標準を

2GHz までに拡張するための研究を開始する。広

帯域アンテナについてもアンテナ係数標準の研究

を開始する。1GHz までの標準電磁界用設備を整

備し、研究を開始する。 

－4-26GHz の周波数帯域でアンテナ利得の依頼試

験の整備を行う。外国の標準研究所からアンテナ

標準の供給を受ける。30MHz 以下の低域周波数

でのアンテナ係数の測定検証と校正システムを開

発する。 

－光度、光束等の標準の JCSS、依頼試験での供給

を行うとともに、極低温放射計用レーザー光源の

高品質化ならびに仲介用検出器の試作・性能評価

を行う。分布温度標準の見直しを行い、標準の高

精度化を図る。分光放射照度標準の高精度化を継

続して行うとともに、引き続き国際比較に参加す

る。アパーチャ開口面積測定装置を開発し、測定

技術を開発する。また、絶対反射率の国際比較に
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参加する。紫外分光応答度校正技術の確立を図る

とともに、国際比較に参加する。CIPM 国際比較

を2件、APMP 国際比較を1件実施する。JCSS
による特定副標準器の校正を1件行い。分光応答

度、絶対反射率の依頼試験での校正を各10件行う。 

－軟 X 線照射線量用の電離箱の空気減衰係数、イ

オン収集効率などの諸特性の定量化を計測と計算

の両面より検討し、要望の多い線質について標準

場の設定を行うとともに、中硬 X 線標準のエネ

ルギー、線質の拡大を図り、BIPM との相互比較

を行う。またγ線標準のピアレビューを受け、低

線量率場への拡大を図り、β線組織吸収線量の絶

対測定に着手する。放射光 X 線イオンチェンバ

ーでの測定の精密化を図るとともに、装置の調整

を行って軟 X 線フルエンス率の比較測定を行う

とともに、物性定数の精密決定に関して公表する。

JCSS 校正、依頼試験校正を合わせて約20件実施

するとともに、認定事業者候補を指導し技術力の

向上を図る。 

－放射能面密度の標準確立を図り、β線源の国際比

較を行うとともに、面線源の一様性を評価して作

成手法の改善を進め、γ線核種放射能標準の加圧

型電離箱でのリモートキャリブレーションの高度

化を図る。また、環境用の放射能試料の希釈法の

確立を図る。ならびに、中性子放出率および熱中

性子フルエンス率の国際比較を実施するとともに、

高速中性子フルエンス標準での精密エネルギー測

定を行い、多層膜型高速粒子検出器の中性子検知

膜を試作して評価する。また、放射能5量、中性

子4量に関する技術マニュアルを作成し、ピアビ

ューを受けた後、品質システムを完成する。

CIPM 基幹国際比較を約5量、アジア地域におけ

る基幹国際比較を約4量実行する。さらに、二国

間比較などを約4量実行し、外国の標準機関のピ

アレビューに協力し、JCSS 校正、依頼試験を約

10件実施する他に、国内外の機関に対して、技術

指導、共同研究を実施する。 

－金属標準液1品目、非鉄金属系標準物質1品目、環

境組成標準物質1品目（PCB および塩素系農薬標

準物質（高濃度））を完成させる。また、新規金

属標準液2品目の開発に着手する。同位体希釈質

量分析法等の一次標準測定法の高度化を進め、セ

ラミックス標準物質2品目、高純度標準物質二ク

ロム酸カリウムを開発する。pH 標準に関して、

装置を整備し技術の確立を目指す。環境組成標準

に関しては、有害金属分析用河川水標準物質の開

発を行い、同時に、これまでに開発した環境組成

標準物質の安定性試験を行うと共に、今後開発予

定の標準物質に関連する計測法を開発する。また、

環境中微量 PCB の簡易計測法、超高温水を利用

した分離技術など新規分析法の開発に取り組む。 

－CCQM 活動に関しては、鉄鋼中の微量金属分析

のパイロットラボラトリーを引き続き勤め基幹比

較へ向けた調整を開始するとともに、pH 測定、

陰イオンの定量、底質中有機スズ、生物組織中有

機汚染物質、などの国際比較に参加する。 

－有機標準に関してはフタル酸エステル標準物質に

ついてこれまでの4種に加え、新たに4種の標準物

質の開発を終了する。コレステロールについては

候補標準物質を選定し、高純度のものが得られれ

ば認証標準物質として供給する。温度標準物質5

種を開発する。シマジン、チウラム、チオベンカ

ルブの農薬標準物質3種の開発に着手する。また、

PCB 標準液の供給のために必要な基準物質6種の

評価を終え、それら標準液の安定性試験に着手す

る。標準ガスについては、高純度標準ガス2種の

開発を行う。また、アルデヒド類及び SF6等の

温暖化標準ガスの開発を継続する。高分子関連で

は、分子量標準物質1種を供給開始し、2種の開発

を完了する。また、添加剤標準物質を開発するた

め不確かさ評価法の確立を行う。分子量計測の向

上を目指し SEC における分離機構の基盤的研究

を行う。標準ガス・標準液併せて2～3件の国際比

較に参加する。PCB 標準物質6種類の開発を継続

するとともに、引き続き PCB 簡易分析装置の評

価を行う。光導波路を利用した水分センサ及び極

微量物質の高感度測定法の開発を引き続き行う。

有機標準物質開発に資するため、NMR あるいは

LC-NMR の定量性向上を目指し、インターフェ

ースの改良を行うとともに国際比較の提案を

BAM と協議する。また、開発した標準物質につ

いては速やかに供給するため、標準ガス、有機標

準液、分子量標準等の品質システムの整備を行う。 

－材料のミクロ領域評価技術、表面・薄膜の超高精

度高感度計測技術の開発を継続する。標準物質で

は実用合金により近い組成を持つ Fe-Ni-Cr3元
系合金標準物質の開発に着手する。層の厚さが20

～25nm の SiO2/Si 多層膜標準物質を確立すると

ともに認証を目指す。平成12年度に開発・認証し

た GaAs/AlAs 超格子標準物質の経時変化測定を

行う。膜厚が10nm 以下の積層膜を利用した深さ

方向スケール校正用の認証標準物質の開発に向け

て、X 線、電子線などのビーム技術を駆使した高

精度積層膜構造評価技術の開発を継続する。 

－膜厚が10nm 以下の極薄膜標準物質作製に向けて、

平成14年度に開発したオゾン発生装置と連接でき

る局所加熱型オゾン酸化炉を開発し、大面積（4

インチ径以上）オゾン酸化膜の作製を行う。 

－分散分析結果と分散の期待値の表式から不確かさ

成分を計算する解析方法とアルゴリズムを開発し、
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これを組み込んだ不確かさ評価支援プログラムを

公開する。シミュレーションを用いた不確かさ解

析手法を、歯形だけではなく、歯すじ、ピッチに

も対応できるように拡張し、歯車形状の不確かさ

を算出する。 

【中期計画（参考）】 

・グローバル MRA の枠組みの中で、我が国の国際比

較への参加を企画・管理し、品質システムの審査に

関しては海外の計量技術専門家による国際査察を企

画・管理する。また我が国の国家計量標準の国際相

互承認を企画・管理する。 

《平成15年度計画》 

・計量標準国際比較を支援し、移送標準器の輸出入を

滞り無く行うとともに、国際比較に必要な渡航を支

援する。同時に、国際比較予定と結果の総表を更新

し、グローバル MRA の AppendixB（公認された

国際比較結果）への登録を推進するとともにこれを

Web に掲載し、国内校正事業者等の利便を図る。 

・グローバル MRA の AppendixC（参加研究所の校

正能力リスト）について、登録可能な分野全体を網

羅して100項目以上とする（この数字は電気と放射

線の記載法変更で大きく変わる可能性有り）。また、

各国から提出されたリストの国際評価プロセスに10

名以上が協力する状態にする。 

・各国標準研究所相互の国際 review は、現在校正や

標準物質供給が可能な項目について12月までに終了、

もしくは終了の予定を確定する。 

【中期計画（参考）】 

・計量法に基づいて高精度の校正サービスを行う校正

事業者の認定に係る認定申請書類の技術審査、現地

審査、技能試験における移送標準器の校正（参照値

の導出）を行う。 

《平成15年度計画》 

・計量法に基づいて高精度の校正サービスを行う校正

事業者を育成する立場から、認定に係る認定申請書

類の技術審査、現地審査のための技術アドバイザー

の派遣、及び、技能試験における移送標準器の校正

（参照値の導出）の依頼を受託し、これを実施する。 

【中期計画（参考）】 

・計量法認定計量管理事業者制度に基づいて極微量物

質の分析を行う事業者の認定に係る認定申請書類の

技術審査、現地審査、技能試験における移送標準物

質の校正（参照値の導出）を行う。 

《平成15年度計画》 

・認定審査の円滑な実施に引き続き協力する。技術審

査項目を精査し、その改正を検討する作業に関与す

る。 

・技能試験に使用する試料の参照値を確定し、当該試

料を配布して認定事業者の技能試験を実施する。前

年度不合格となった事業者、技能試験の成績が十分

でない事業者を主たる対象として技術研修を開始す

る。極微量有害物質の測定法の高度化とともに、国

際標準規格の作成等に貢献する。 

【中期計画（参考）】 

・開発された計量標準技術を活用して、化学物質の標

準スペクトルデータ及び材料の熱物性に関する標準

データを測定により取得し、その信頼性を評価して

一般に公開する。 

《平成15年度計画》 

・分散型熱物性データベースに関しては、固体の熱物

性データに対して有効な相関式、推算式を提示する。

また、主要流体の熱物性データを中心に1000件以上

のデータをデータベースに登録する。 

・スペクトルデータベースでは、引き続き NMR、

MS データの収集を継続するとともに、IR データ

収集の再開、新規公開システムの開発・公開を行う。

また、ユーザーサービスの本格開始を行う。 

(2) 特定計量器の基準適合性評価 

 国内法定計量システムの刷新の一環として、計量

器の適合性評価法に関する新システムの設計を終了

させる。また、実施体制に関しても、民間活用を基

調とした新システムの設計を行う。平成14年度に引

き続いて、市場調査、現状分析及び国際的な動向調

査を行い、計量システムの整備に有効なデータ収集

を行う報告書を作成する。また、国内技術基準の整

備に必要とされる情報提供を行う。 

【中期計画（参考）】 

・国際比較への参加を企画・管理し、品質システムの

審査に関しては国際査察を企画・管理する。また、

計量器の型式承認について試験データの受け入れに

関してドイツ、オランダ、英国などとの国際相互承

認を企画・管理する。 

《平成15年度計画》 

・法定計量分野全体での品質システム方針を確立し、

国際的整合性確保に向けて具体的な取り組みに着手

する。独蘭韓との相互承認 MoU については、信頼

性を維持して継続していく。 

【中期計画（参考）】 

・法定計量の国際相互承認に必要な分野において品質

システムを構築して運営する。 

《平成15年度計画》 

・前年度から作成している品質システム文書を完成さ

せ、2器種について OIML 適合証明書発行機関登録

の準備を行う。1回／年以上の内部監査を受検し、

試験の透明性を確保するために必要な措置を講ずる。

また、OIML MAA が要求する ISO/IEC 文書の整

備を行う。 

【中期計画（参考）】 

・我が国の特定計量器の技術基準に関し、国際法定計

量機構（OIML）の国際勧告に対応して5機種につ
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いて国際整合化を行う。タクシーメーター等の計量

器に対する型式承認試験の国際比較に参画する。ま

た4機種の型式承認に関して OIML 計量証明書の発

行を行い、そのうち2機種に対して試験データの受

け入れに関する国際相互承認を行う。 

《平成15年度計画》 

・（つくば）検則 JIS 化に合わせ、技術基準の国際整

合化を実現させる。国際文書との調和を達成させな

がらモジュール型式承認のシステム設計を行う。平

成14年度に引き続いて、5機種の特定計量器に関す

る技術基準を精査し、運用面での問題点を取りまと

め結果に対する報告書を作成する。また、基準器検

査規則等の改定等に伴って生ずる混乱を避けるため

の措置を講ずる。非自動はかりに関する OIML 証

明書については、年度内に2件を発行する予定であ

る。さらに、OIML 証明書の発行可能な特定計量

器の検討を行う。 

・（関西）検則 JIS 化に合わせ、技術基準の国際整合

化を実現させる。ソフト認証に関しては、民間企業

との共同研究を推進させる。 

【中期計画（参考）】 

・型式承認に係る技術審査、試験業務に関しては、非

自動はかり、燃料油メーターなどを中心として要素

型式承認の導入に基づき、試験及び技術審査業務を

行う。また基準器検査等の検査業務に関しては、認

定事業による校正を導入した新たな検査システムを

構築して実施する。 

《平成15年度計画》 

・（つくば）型式承認については、前年と同様に行う。

基準器検査について、平成15年度実施計画変更（1

年延長）に伴う実施体制整備を行う。新基準器検査

システムに関するの調査・設計を行う。検査・試験

業務については、前年度もしくはそれ以上の実績を

目標とする。また、基準器検査については、基準器

の機器類の整備を行うとともに、検査マニュアルを

整備する。 

・（関西）型式承認については、前年と同様に行う。

基準器検査について、平成15年度実施計画変更（1

年延長）に伴う実施体制整備を行う。 

【中期計画（参考）】 

・特定計量器のうち、ガスメーター、水道メーター等

の4機種について日本工業規格の原案作成を行う。 

《平成15年度計画》 

・7器種全ての計量器については、JIS 原案の策定を

行う。また、他の特定計量器約20器種に関する技術

基準の JIS 化作業を開始する。タクシーメーター

については、JIS 原案作成委員会を設置し制定する。

なお、他の4機種の特定計量器に加え、追加特定計

量器の検討を行い、JIS 化対象範囲の枠を広げる。

さらに、特定計量器に関する省令総則については、

終案を作成する。 

(3) 次世代計量標準の開発 

 国際度量衡委員会（CIPM）の勧告を考慮しつつ

先導的な計量標準の技術開発を進め、次世代の計量

標準に結実させる。 

【中期計画（参考）】 

・主要な研究課題として、原子泉方式による新時間標

準、光周波数計測による高精度広域波長標準、電磁

気量に基づく新質量標準、共晶点を利用した超高温

度標準、高温白金抵抗温度計による新国際温度目盛、

粘度の新国際標準、高速・高精度の交流電圧標準、

イオンビーム堆積物質量標準、情報技術を利用した

新しい標準供給方式などを考慮し、適宜柔軟な計画

の見直しとチーム編成のもとに技術開発を行う。 

《平成15年度計画》 

・金属（炭化物）－炭素共晶定点の不確かさ評価法を

確立し、実用化の目処を立て、国際比較を実施する。

非線形性評価装置の不確かさ評価及び放射温度計の

安定性評価を行う。白金抵抗温度計の銅点での特性

評価を行う。高絶縁白金抵抗温度計を製作する。水

ヒートパイプ温度制御装置により、ノンユニークネ

スを測定する。Na ヒートパイプによる温度計比較

装置を評価し、高温域のノンユニークネスの測定に

着手する。 

・原子泉周波数標準器の不確かさ評価を完了させ、国

際原子時（TAI）の校正を開始する。「高精度な広

域波長標準」を目指して、コンパクトなフェムトコ

ムのスペクトル拡大など高度化を進める。光ファイ

バを利用してフェムトコムを伝送する方式の検討を

行う。 

(4) 国際計量システムの構築 

 平成15年度は国際度量衡総会が開催されるので、

引き続き、現場での我が国からの発信を増やすよう

努力する。国際計量システム構築では、医療・生体

での対応方針を明確にしていく。 

【中期計画（参考）】 

・アジアを中心とした開発途上国へ国家標準器の校正

サービスを行い、共同研究を推進する。また、技術

協力プロジェクトにおける専門家の派遣、技術審査

員（ピアレビューアー）の派遣等、相手国の計量シ

ステムの構築と向上を支援する。 

《平成15年度計画》 

・タイ国 NIMT 設立支援では JICA プロジェクトを

進める。長期専門家の支援、NIMT スタッフ5名の

JICA 研修、10名の短期専門家派遣、国内委員会事

務局業務を着実に行う。APEC-TILF 基金による

APMP の品質システムワークショップと APLMF
の法定計量トレーサビリティシンポジウムに協力す

る。更に、平成16年度の APEC-TILF 資金獲得の

努力を行う。ASEAN 標準化 WG へは継続的に協
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力し、計量分野での ASEAN 技術協力の方策を考

える。 

【中期計画（参考）】 

・国際計量システムの発展に資するため、中国、韓国、

欧米先進諸国の研究機関と共同研究・国際比較等を

行う。 

《平成15年度計画》 

・国際比較については全体として10以上の CIPM 比

較、10以上の APMP 比較に参加する。また、5以上

で幹事所を努める。さらに、5以上の2国間比較を実

施する。 

【中期計画（参考）】 

・アジア太平洋計量計画（APMP）で議長国と事務局

の役割を務める。また地域計量機関と国際度量衡局

（BIPM）の合同委員会（JCRB）に参画する。ま

た、メートル条約の CIPM 諮問委員会で作業部会

の議長や委員を引き受ける。 

《平成15年度計画》 

・APMP 事務局を継続するとともに、議長の交替を

円滑に行う。APMP ホームページは技術指針等の

充実や、オンライン業務での活用を図っていく。シ

ンガポールで開催される19回総会を支援し、その成

功につくす。計量標準国際相互承認（MRA）の為

に、APMP で不足している国際比較の実施を組織

する。引き続き、途上国メンバーとその政府機関に

対し、メートル条約加盟と MRA への参加を呼びか

けていく。世界レベルでの会議においてはアジアか

らの発言力の維持・強化に努める。また、各種委員

会幹事等、適切な数の役職を確保して貢献する。 

・CIPM 委員（CCM 議長）を引き続き支援する。ま

た、国際計量機関での役職数の増加を図っていく。 

【中期計画（参考）】 

・国際法定計量機構（OIML）の枠組みの中で、

OIML の国際相互承認協定の締結に関し、

OIMLTS3/SC5の活動を積極的に行う。また、アジ

ア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）の議長国

と事務局を引き受ける。 

《平成15年度計画》 

・OIML についてはすべての技術文書について作成

過程で必要な意見が提出できるよう、外部の国際化

対応委員会に協力していく。また、TC/SC での貢

献増をはかり、可能であれば議長職を引き受ける。

さらに、技術文書についての提案も可能性のある分

野で試みる。 

・APLMF の事務局では、定期刊行物、情報ブックレ

ット発行体制を継続し、ホームページ更新と改良を

おこなう。また、作業グループの改廃やその活性化

等、必要な組織変更を実施する。トレーニングの組

織を行うとともに穀物水分計の技術基準に続く、独

自の情報発信を追求する。 

(5) 計量の教習と人材の育成 

 計量研修センター実習棟の環境系実習関連の整備、

さくら館の講義及び実習の環境整備を進める。 

【中期計画（参考）】 

・国内向けに年間12000人・日の一般計量の教習、年

間4000人・日の環境計量の教習を企画・実施する。

環境計量講習に関しては、民間の求めの増大がある

場合これに対応する。計量士の再教育制度が設けら

れる場合には、計量教習機能を強化する。 

《平成15年度計画》 

・一般計量教習、一般計量特別教習、環境計量特別教

習、短期計量教習、環境計量講習(濃度)、環境計量

講習（騒音・振動関係）を合わせて12,000人日以上

（必達目標、地方庁の公務員の研修義務の規制緩和

に対応して目標の設定を変更する）の教習を企画し

実施する。 

・ダイオキシン類分析事業者のための特定計量証明事

業管理者講習を引き続き実施するとともに、分析技

術研修を開始する。 

・平成16年度実施に向けて、地方庁のニーズに的確に

対応するため、一般計量関連教習の見直しを行う。 

【中期計画（参考）】 

・年間200人・日の計量技術者研修を企画・実施する。 

《平成15年度計画》 

・計量技術者研修に関しては、計量標準フォーラム・

人材育成 WG のアンケート調査結果への対応につ

いて検討する。 

【中期計画（参考）】 

・校正事業者、環境計量証明事業者の適合性評価を行

う審査員のための品質システム研修を行う。 

《平成15年度計画》 

・審査員研修に関しては、認定審査員研修を NITE
との共催で平成16年初めに行う予定。 

【中期計画（参考）】 

・アジア諸国を中心に JICA 技術協力等に基づき、法

定計量と計測技術に関して年間500人・日の技術研

修の企画・調整を行う。 

《平成15年度計画》 

・新規発足の JICA アジア太平洋法定計量システム研

修（仮称）を、国際標準協力室、計量研修センター

と日本計量機器工業連合会等との協力で実施する。

また、タイとの二国間技術協力プロジェクトに伴う

技術研修への協力を行う。 

【中期計画（参考）】 

・計量の技術分野毎に民間の計量技術者が校正業務、

環境計量証明業務の遂行等に際して容易に参照でき

るような専門技術書（モノグラフ）を企画・編集す

る。 

《平成15年度計画》 

・技術者向けモノグラムの1巻発行を目指す。 
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《別表４》予算 

平成15年度予算 

（単位：百万円） 

 区   別 金 額

収入    

 運営費交付金 68,411

 施設整備費補助金 4,385

 受託収入 18,144

  うち国からの受託収入 10,105

  うちその他からの受託収入 8,039

 その他収入 1,902

 計 92,842

支出   

 業務経費 57,827

  うち鉱工業科学技術研究開発関係経費 42,128

   地質関係経費 4,897

   計量関係経費 6,421

   技術指導及び成果の普及関係経費 4,381

  施設整備費 4,385

  受託経費 16,038

  うち中小企業対策関係経費受託 799

  
石油及びエネルギー需給構造高度化技

術開発関係経費受託 2,104

  電源多様化技術開発関係経費受託 1,120

  特許生物寄託業務関係経費受託 475

  原子力関係経費受託 820

  公害防止関係経費受託 597

  その他受託 10,123

  間接経費 14,592

  計 92,842

 

《別表５》収支計画 

平成15年度収支計画 

（単位：百万円） 

 区   別 金  額

費用の部  89,198

  経常費用 89,198

   鉱工業科学技術研究開発業務費 37,504

   地質業務費 4,427

   計量業務費 5,651

   技術指導及び成果の普及業務費 3,885

   受託業務費 12,367

   間接経費 12,786

   減価償却費  12,573

   退職手当引当金繰入 5

  財務費用 0

   支払利息 0

  臨時損失 0

  固定資産除却損 0

収益の部  91,559

  運営費交付金収益 61,166

  国からの受託収入  10,105

  その他の受託収入 8,039

  その他の収入 1,902

  寄付金収益 0

  資産見返負債戻入 10,347

  財務収益 0

   受取利息 0

  臨時収益 0

  固定資産売却益 0

純利益 2,361

目的積立金取崩額 0

総利益 2,361
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《別表６》資金計画 

平成15年度資金計画 

（単位：百万円） 

区 別  金 額

資金支出  92,842

  業務活動による支出 76,625

   鉱工業科学技術研究開発業務費 37,504

   地質業務費 4,427

   計量業務費 5,651

   技術指導及び成果の普及業務費 3,885

   受託業務費 12,372

   その他の支出 12,786

  投資活動による支出 16,217

   有形固定資産の取得による支出 16,217

  
 施設整備費の精算による返還金の 

 支出 
0

  財務活動による支出 0

   短期借入金の返済による支出 0

  翌年度への繰越金 0

    

資金収入   92,842

  業務活動による収入 88,457

   運営費交付金による収入 68,411

   国からの受託収入 10,105

   その他の受託収入 8,039

   その他の収入 1,902

   寄付金収入 0

  投資活動による収入 4,385

   有形固定資産の売却による収入 0

   施設整備費による収入 4,385

   その他の収入 0

  財務活動による収入  0

   短期借り入れによる収入 0

前年度 

よりの 

繰越金 

  0
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６．職  員 

平成15年度形態別・機能別職員数 

職員 

研究職員 
所 属 名 称 役員

総数
(内 招へい

型任期付研

究職員) 

(内 若手

型任期付

研究職員) 

行政職
総計

理事 11         11

監事 1         1

監事監査室   1     3 4

研究コーディネータ   4       4

企画本部   61     33 94

評価部   13     3 16

環境安全管理部   6     8 14

業務推進本部業務推進本部         1 1

深部地質環境研究センター   31   (1) 2 33

活断層研究センター  13  (2) 1 14

化学物質リスク管理研究センター   19 (4) (7) 2 21

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター   14 (3) (3) 1 15

ライフサイクルアセスメント研究センター   9  (4) 1 10

パワーエレクトロニクス研究センター   13 (2) (3) 2 15

生命情報科学研究センター   16 (5) (10) 2 18

生物情報解析研究センター   19 (9) (4) 2 21

ティッシュエンジニアリング研究センター   10 (1) (2) 2 12

ヒューマンストレスシグナル研究センター   12 (4) (4) 1 13

強相関電子技術研究センター   13 (1) (3) 2 15

次世代半導体研究センター   27 (3) (3) 6 33

サイバーアシスト研究センター   11  (5) 1 12

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター   7 (1) (1) 1 8

ものづくり先端技術研究センター   17 (2) (3) 2 19

高分子基盤技術研究センター   19 (3) (5) 2 21

光反応制御研究センター   24  (6) 2 26

新炭素系材料開発研究センター   15 (2) (2) 2 17

シナジーマテリアル研究センター   14  (2) 2 16

超臨界流体研究センター   14 (2) (2) 2 16

スマートストラクチャー研究センター   14  (4) 1 15

界面ナノアーキテクトニクス研究センター   19  (3) 2 21

グリッド研究センター   19 (3) (3) 1 20

爆発安全研究センター   15 (1) (5) 1 16

糖鎖工学研究センター   24 (3) (9) 2 26

年齢軸生命工学研究センター   14 (5) (2) 2 16

技術と社会研究センター   3   (1) 1 4

デジタルヒューマン研究センター   10 (1) (2) 1 11

近接場光応用工学研究センター   6  (1) 1 7

ダイヤモンド研究センター   14 (2) (4) 1 15

バイオニクス研究センター   10 (1) (1) 1 11

ジーンファンクション研究センター   8 (2) (1) 1 9

計測標準研究部門   227 (1) (13) 3 230

地球科学情報研究部門   86  (2) 2 88

地圏資源環境研究部門   64  (4) 2 66

海洋資源環境研究部門   58  (3) 2 60

エネルギー利用研究部門   101 (1) (9) 4 105

電力エネルギー研究部門   79  (5) 2 81

環境管理研究部門   69  (7) 2 71

環境調和技術研究部門   68 (1) (10) 2 70
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職員 

研究職員 
所 属 名 称 役員

総数
(内 招へい

型任期付研

究職員) 

(内 若手

型任期付

研究職員) 

行政職
総計

情報処理研究部門   32 (2) (2) 2 34

知能システム研究部門   70  (6) 2 72

エレクトロニクス研究部門   58  (4) 2 60

光技術研究部門   84  (6) 2 86

人間福祉医工学研究部門   55  (9) 2 57

脳神経情報研究部門   53  (8) 2 55

物質プロセス研究部門   61   (8) 2 63

セラミックス研究部門   63   (6) 2 65

基礎素材研究部門   84  (7) 2 86

機械システム研究部門   51 (1) (5) 2 53

ナノテクノロジー研究部門   49 (2) (6) 2 51

計算科学研究部門   26 (1) (6) 2 28

生物機能工学研究部門   92 (2) (14) 3 95

人間系特別研究体   31 (1) (4) 1 32

生活環境系特別研究体   46  (1) 2 48

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ   3       3

ライフエレクトロニクス研究ラボ   10       10

メンブレン化学研究ラボ   16  (2)   16

マイクロ空間化学研究ラボ   6  (1)   6

極微プロファイル計測研究ラボ   7     7

単一分子生体ナノ計測研究ラボ   6 (1)    6

循環バイオマス研究ラボ   7  (1)   7

システム検証研究ラボ   5  (2)   5

フェロー   2       2

先端情報計算センター   3     18 21

特許生物寄託センター   5     3 8

ベンチャー開発戦略研究センター   2     6 8

技術情報部門   16     7 23

産学官連携部門   56     87 143

成果普及部門   32     61 93

国際部門   16     20 36

財務会計部門         84 84

研究環境整備部門         59 59

北海道センター   2       2

東北センター   2       2

つくばセンターつくば中央第二事業所   1       1

つくばセンターつくば中央第三事業所   1       1

つくばセンターつくば中央第五事業所   1       1

つくばセンターつくば中央第六事業所   1       1

つくばセンターつくば中央第七事業所   1       1

つくばセンターつくば西事業所   1       1

臨海副都心センター         1 1

中部センター   1       1

関西センター   1       1

関西センター尼崎事業所   1       1

四国センター   2       2

九州センター   2       2

総数 12 2,377 (73) (259) 726 3,115
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７．財務諸表 

貸  借  対  照  表 

（平成１６年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 資産の部  

  Ⅰ 流動資産  

     現金及び預金  34,608,051,127 

     研究業務未収金  2,942,170,878 

     たな卸資産  1,382,119,126 

     未収金 

     未収消費税等 

  95,609,877 

 3,092,018,962 

     前払費用  178,577,832 

     その他流動資産   418,067,218 

                

      流動資産合計 42,716,615,020

                

  Ⅱ 固定資産  

   １ 有形固定資産  

     建物  176,670,373,792 

     建物減価償却累計額  △18,598,704,661 158,071,669,131 

     構築物  17,147,042,910 

     構築物減価償却累計額  △2,459,559,328 14,687,483,582 

     機械及び装置  34,193,183,077 

     機械及び装置減価償却累計額  △ 3,771,093,052 30,422,090,025 

     車両運搬具  113,632,377 

     車両運搬具減価償却累計額  △ 62,855,354 50,777,023 

     工具器具備品  128,325,148,217 

     工具器具備品減価償却累計額  △ 47,754,622,148 80,570,526,069 

     土地   114,545,614,731 

     建設仮勘定   5,623,042,975 
                
      有形固定資産合計  403,971,203,536 

                

   ２ 無形固定資産  

     産業財産権  30,198,339 

     電話加入権 

     産業財産権仮勘定 

 63,360,000 

 432,037,962 
                
      無形固定資産合計  525,596,301 

  

   ３ 投資その他の資産  

     敷金・保証金  77,472,955 

     互助会預託金  35,119,000 
  
      投資その他の資産合計  112,591,955 

                

       固定資産合計 404,609,391,792

 

 

 

 

 

 

 

 

    資産合計 

 

447,326,006,812
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貸  借  対  照  表 

（平成１６年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 負債の部  

  Ⅰ 流動負債  

     運営費交付金債務   2,102,610,187 

     預り施設費   86,433,352 

     預り寄付金 

     一年内返済長期無利子借入金 

  13,100,007 

  26,410,478,000 

     研究業務未払金   8,139,885,534 

     未払金   28,168,042,473 

     リース債務   12,683,791 

     前受金   1,702,183,412 

     預り金   243,405,681 
                
      流動負債合計 66,878,822,437

                

  Ⅱ 固定負債  

     長期リース債務   6,847,767 

     資産見返負債            

       資産見返運営費交付金  16,964,109,216 

       資産見返補助金等  3,798,264 

       資産見返寄付金  765,371 

       建設仮勘定見返運営費交付金  121,090,477 

       建設仮勘定見返施設費  5,464,171,233 

       資産見返物品受贈額  11,530,762,235 34,084,696,796 

     長期無利子借入金   52,662,887,500 

     引当金             

      退職給付引当金   26,760,073 
                
      固定負債合計 86,781,192,136
                
       負債合計 153,660,014,573

                

 資本の部               

  Ⅰ 資本金              

    政府出資金   286,086,122,813 
  
       資本金合計 286,086,122,813

                

  Ⅱ 資本剰余金  

     資本剰余金   28,549,227,793 

     損益外減価償却累計額（△）   △ 34,165,990,567 
  
       資本剰余金合計 △ 5,616,762,774

                

  Ⅲ 利益剰余金             

     研究施設等整備積立金   144,854,149 

     積立金   10,499,447,631 

     当期未処分利益   2,552,330,420 

     （うち当期総利益 2,552,330,420）  

                

       利益剰余金合計 13,196,632,200

                

       資本合計 293,665,992,239

                

       負債資本合計 447,326,006,812
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損 益 計 算 書 

（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 経常費用  

   研究業務費  

    人件費  *1  35,725,534,943 

    減価償却費  13,315,127,855 

    その他の研究業務費  *2  30,527,101,358 79,567,764,156 

   一般管理費  

    人件費  *3  6,402,865,208 

    減価償却費  386,395,068 

    その他の一般管理費  *4  5,827,160,407 12,616,420,683 

   財務費用  

    支払利息  1,187,692 

    その他財務費用  202,084 1,389,776 
                 
     経常費用合計 92,185,574,615

                 

                 

 経常収益                

   運営費交付金収益            

    運営費交付金戻入  60,644,154,538 

    資産見返運営費交付金戻入  3,215,678,345 63,859,832,883 

   物品受贈収益   7,458,124,531 

   知的所有権収益   404,300,799 

   研究収益   2,099,775,127 

   受託収益    

    国及び地方公共団体  17,383,774,503 

    その他の団体  1,221,162,031 18,604,936,534 

   寄付金収益   11,145,007 

   補助金等収益   23,279,897 

   財務収益              

    受取利息  284,260 

    その他財務収益  3,047 287,307 

   雑益  *5   

    建物及び物件貸付料  2,018,132,314 

    その他雑益  248,389,156 2,266,521,470 
                 
     経常収益合計 94,728,203,555
                 
       経常利益 2,542,628,940

 臨時損失                

   固定資産除却損   371,473,562 

   会計基準変更時差異処理額  *6   7,470,629 
                 
     臨時損失合計 378,944,191

                

 臨時利益 

   資産見返運営費交付金戻入   8,858,147 

   物品受贈収益   353,673,327 

   その他の臨時利益   26,114,197 
                 
     臨時利益合計 388,645,671

 

 当期純利益 2,552,330,420

                

 当期総利益 

 

 

2,552,330,420
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キャッシュ・フロー計算書 

（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（単位：円） 

項    目 金    額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

   研究業務支出 △ 34,039,998,027

   人件費支出 △ 42,204,489,656

   消費税等支払額 △ 606,080,000 

   その他の業務支出 △5,749,270,471 

   運営費交付金収入 68,411,330,000

   受託収入 23,986,024,477

   手数料収入 63,722,135

   寄付金収入 

   補助金等収入 

14,555,319

27,078,161

   知的所有権収入 121,090,609

   建物及び物件貸付料 2,057,603,110

   その他の業務収入 2,460,548,929

    小  計 14,542,114,586

   利息の受取額 284,260

   利息の支払額 △ 1,187,692

    業務活動によるキャッシュ・フロー 14,541,211,154

           

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

   有形固定資産の取得による支出 △ 81,170,410,570

   無形固定資産の取得による支出 △ 477,427,306

   有形固定資産の売却による収入 2,020,817

   施設費による収入 21,542,261,531

   その他の投資支出 △ 39,928,959

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 60,143,484,487

           

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

   ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 49,065,562

   無利子借入金による収入 32,782,041,500

    財務活動によるキャッシュ・フロー 32,732,975,938

           

 Ⅳ 資金に係る換算差額 －

 Ⅴ 資金減少額 △ 12,869,297,395 

 Ⅵ 資金期首残高 47,477,348,522

 Ⅶ 資金期末残高 34,608,051,127
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利益の処分に関する書類 

（平成１６年１０月６日） 

（単位：円） 

科       目 金       額 

  

 Ⅰ 当期未処分利益             

   当期総利益   2,552,330,420 2,552,330,420

              

 Ⅱ 利益処分額             

   積立金   2,461,146,935 

   独立行政法人通則法第44条第３項により  

   主務大臣の承認を受けた額  

     研究施設等整備積立金  91,183,485      91,183,485 2,552,330,420

              

 

行政サービス実施コスト計算書 

（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（単位：円） 

項    目 金      額 

                  

 Ⅰ 業務費用  

   (1) 損益計算書上の費用  

     研究業務費  79,567,764,156 

     一般管理費  12,616,420,683 

     財務費用  1,389,776 

     臨時損失  378,944,191 92,564,518,806 

   (2)（控除）自己収入等   

     物品受贈収益  △ 1,378,560,015 

     知的所有権収益  △ 404,300,799 

     研究収益  △ 2,099,775,127 

     受託収益  △ 18,604,936,534 

     寄付金収益  △ 11,145,007 

     財務収益  △ 287,307 

     雑益  △ 2,266,521,470  

     臨時利益  △ 29,153,299 △ 24,794,679,558 

    業務費用合計 67,769,839,248

                  

 Ⅱ 損益外減価償却相当額  

    損益外減価償却相当額  18,308,985,535 

    損益外固定資産除却相当額  1,795,787,341 20,104,772,876

                  

 Ⅲ 引当外退職給付増加見積額  6,778,357,291

                  

 Ⅳ 機会費用  

    国又は地方公共団体財産の無償  

    又は減額された使用料による  

    貸借取引の機会費用  391,011,194 

    政府出資又は地方公共団体出資等の  

    機会費用  3,945,610,386 

    無利子又は通常よりも有利な条件   

    による融資取引の機会費用  899,491,647 5,236,113,227

                  

 Ⅴ （控除）法人税等及び国庫納付額  －

                 

 Ⅵ 行政サービス実施コスト 

 

99,889,082,642
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

  当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

   費用進行基準を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

  (1) 有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物     10～50年        

    構築物    10～50年        

    機械及び装置 20～30年        

    車両運搬具   2～ 6年        

    工具器具備品  2～15年        

 また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額と

して資本剰余金から控除して表示しております。 

  (2) 無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、産業財産権については、8年で償却しております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

 自己収入により退職給付を措置する場合には、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。なお、過去勤務債務及び数理計算上の差異は、発生年度において全額費用処理することとしております。 

 運営費交付金により退職給付の財源措置がなされる場合には引当金を計上しておりません。 

 また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付見積額は、事業年度末に在職する役職員について、

当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、業務費用として計上されて

いる退職給与の額を控除して計算しております。なお、退職給付見積額のうち役員分については、事業年度末にお

ける退職手当要支給額に基づき算定しております。 

 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 共通消耗品については、移動平均法に基づく低価法により評価しております。また、仕掛品については、個別法

に基づく低価法により評価しております。 

 

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

 ６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

  (1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の算定方法 

    近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。        

  (2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

    10年もの国債の平成16年3月末利回りを参考に1.435%で計算しております。 

  (3) 政府又は地方公共団体から無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

    10年もの国債の平成16年3月末利回りを参考に1.435%で計算しております。 

 

７．リース取引の処理方法 

 リース料総額が300万円以上のファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 
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 リース料総額が300万円未満のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

８．消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税は発生年度の期間費用

としています。ただし、個々の資産に対応すべき金額が合理的に算定可能なものについては、取得原価に算入して

おります。 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

１．自己創設の産業財産権の会計処理 

 従来、自己創設の産業財産権の取得に係る支出については支出時に費用処理しておりましたが、独立行政法人会

計基準の改訂に伴い、当事業年度から資産計上する方法に変更しております。この結果、前事業年度と同一の方法

によった場合に比べ、研究業務費が462,236,301円減少し、産業財産権が30,198,339円、産業財産権仮勘定が

432,037,962円増加しております。なお、この変更が経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。 

 

２．退職給付に係る引当金及び見積額の会計処理 

 従来、退職給付に係る引当金及び見積額は、事業年度末における自己都合退職手当要支給額に基づき計上してお

りましたが、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度から退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。この結果、前事業年度と同一の方法によった場合に比べ、経常利益は5,996,202円、当期純利益は13,466,831

円減少し、行政サービス実施コスト（引当外退職給付増加見積額）は10,637,835,760円増加しております。 

 

３．引当外退職給付増加見積額の処理 

 従来、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額については、各事業年度末の自己都合

退職手当要支給額の差額を計上しておりましたが、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度から、事業年

度末に在職する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額

から、業務費用として計上されている退職給与の額を控除して計算する方法に変更しております。この結果、前事

業年度と同一の方法によった場合に比べ、行政サービス実施コストが3,215,110,067円減少しております。 

 

４．公有財産の貸借取引から生じる機会費用の処理 

 従来、公有財産の貸借取引から生じる機会費用については、国有財産の無償使用から生じる機会費用として計算

しておりましたが、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度から国又は地方公共団体の財産の無償又は減

額された使用料による貸借取引の機会費用として計算する方法に変更し、行政サービス実施コスト上の表示科目名

も変更しております。この結果、前事業年度と同一の方法によった場合に比べ、行政サービス実施コストが

155,748,264円増加しております。 

 

５．無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引から生じる機会費用の処理 

 従来、無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用については、行政サービス実施コスト計算書

に計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度より計上する方法に変更してお

ります。この結果、前事業年度と同一の方法によった場合に比べ、行政サービス実施コストが899,491,647円増加

しております。 

 

６．建設仮勘定見返負債 

 従来、建設仮勘定見返負債の計上は行っておりませんでしたが、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、当事業年

度より、長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当該契約に基づき前払金又は部分払金を支払うとき

は、取得財源ごとにその金額を建設仮勘定見返負債に振り替える方法に変更しております。この結果、前事業年度

と同一の方法によった場合に比べ、運営費交付金債務は121,090,477円、預り施設費は5,464,171,233円減少し、建

設仮勘定見返運営費交付金は121,090,477円、建設仮勘定見返施設費は5,464,171,233円増加しております。 

 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(929) 

Ⅲ．貸借対照表 

  運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は38,089,594,389円です。 

 

Ⅳ．損益計算書 

     

  *1 研究業務費 人件費の内訳 

     役員報酬                       98,890,104円   

     給与及び手当               17,397,574,779円   

     賞与                        5,961,292,985円   

     法定福利費                  2,805,777,633円   

     退職金費用                  2,709,798,852円   

     非常勤職員給与及び手当      5,721,321,496円   

     その他の人件費              1,030,879,094円   

        

  *2 その他の研究業務費のうち主要な費目および金額 

     消耗品費                    9,706,549,125円   

     技術委託費                  3,659,659,120円   

     ソフトウェア費              2,814,803,171円   

     保守費                      2,621,460,006円   

     旅費交通費                  2,015,424,286円   

        

  *3 一般管理費 人件費の内訳 

     役員報酬                       74,537,058円   

     給与及び手当                3,251,683,296円   

     賞与                        1,107,019,949円   

     法定福利費                    480,684,124円   

     退職金費用                    635,691,987円   

     非常勤職員給与及び手当        712,485,801円   

     その他の人件費                140,762,993円   

        

  *4 その他の一般管理費のうち主要な費目および金額 

     保守費                      2,073,197,167円   

     電気料                        692,447,189円   

     ソフトウェア費                479,562,791円   

        

  *5 記載項目の変更 

「建物及び物件貸付料」は、前事業年度においては「雑益」に含めて記載しておりましたが、当事業年度におい

て区分掲記いたしました。なお、前事業年度における「建物及び物件貸付料」の金額は757,075,669円であります。 

 

  *6 会計基準変更時差異処理額 

当事業年度から退職給付に係る引当金を退職給付債務の見込額に基づき計上する方法に変更したことによるもの

であり、期首時点の退職給付債務見込額と前事業年度末に計上されていた退職手当引当金の差額により算定して

おります。 

 

Ⅴ．キャッシュフロー計算書 

 

 １．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳        

     現金及び預金                            34,608,051,127円   

     資金期末残高                            34,608,051,127円   
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 ２．重要な非資金取引 

     現物出資の受け入れによる資産の取得      13,203,801,450円   

     無償譲渡等による資産の取得               3,023,858,442円   

                                             16,227,659,892円   

 

Ⅵ．退職給付関係 

 １．採用している退職給付制度の概要 

   役員は産業技術総合研究所役員退職手当規程に、職員は国家公務員退職手当法に基づき給付します。 

 

 ２．退職給付債務に関する事項（平成16年3月31日現在） 

   退職給付債務                             △ 26,760,073円   

   会計基準変更時差異の未処理額                        －円   

   未認識数理計算上の差異                              －円   

   未認識過去勤務債務                                  －円   

   退職給付引当金                           △ 26,760,073円   

 

 ３．退職給付費用に関する事項（自平成15年4月1日至平成16年3月31日） 

   勤務費用                                     7,995,807円   

   利息費用                                       192,944円   

   会計基準変更時差異の費用処理額               7,470,629円   

   数理計算上の差異の費用処理額                 6,512,358円   

   過去勤務債務の費用処理額                            －円   

   退職給付費用                                22,171,738円   

 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   退職給付見込額の期間配分方法             期間定額基準 

   割引率                                       1.6% 

   過去勤務債務の額の処理年数                   － 

   数理計算上の差異の処理年数               発生年度において費用処理することとしております。 

   会計基準変更時差異の処理年数             発生年度において費用処理することとしております。 

 

Ⅶ．重要な債務負担行為 

    当事業年度内に契約済（1億円以上）であるが、年度末時点において未履行のものは以下のとおりです｡ 

 

          件          名                契約金額  翌期以降の支払金額 

 1．バイオ・IT 融合研究施設建築工事 5,145,000,000円 3,087,000,000円 

 2．バイオ・IT 融合研究施設機械設備（空調）工事 2,835,000,000円 1,701,000,000円 

 3．バイオ・IT 融合研究施設電気設備（電力）工事 1,575,000,000円 945,000,000円 

 4．バイオ・IT 融合研究施設機械設備（衛生）工事 1,018,500,000円 611,100,000円 

 5．つくば中央地区ナトリウム・硫黄電池設置工事 593,250,000円 593,250,000円 

 6．タンパク質翻訳後修飾分析装置 560,000,000円 560,000,000円 

 7．ハイブリッド型質量分析装置 560,000,000円 560,000,000円 

 8．バイオ・IT 融合研究施設電気設備（通信）工事 409,500,000円 245,700,000円 

 9．つくば中央第7事業所改修機械設備その他工事（特殊空調） 298,200,000円 298,200,000円 

10．バイオ・IT 融合研究施設電気設備（特高受変電）工事 258,300,000円 154,980,000円 

11．つくば中央第5事業所改修機械設備その他工事（特殊空調） 257,250,000円 257,250,000円 

12．つくば中央・東地区エネルギーモニタリングシステム設置工事 237,300,000円 237,300,000円 

13．バイオ・IT 融合研究施設エレベーター設備工事 221,550,000円 132,930,000円 

14．レドックスフロー電池設備設置工事 201,400,000円 201,400,000円 

15．A.A.P.G.Bulletin 他 164,355,232円 164,355,232円 
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16．北海道センター閉鎖型組み換え温室設置工事 155,400,000円 96,400,000円 

17．AATTC Review（Textile Chemist and Colorist）他 127,329,656円 127,329,656円 

18．軽量金属連続鋳造装置 126,000,000円 126,000,000円 

19．つくば中央第2事業所他特殊空調改修事業設計委託業務 115,500,000円 115,500,000円 

20．バイオ・IT 融合研究施設整備事業工事監理業務 115,500,000円 115,500,000円 

21．高周波電気標準・測定装置 104,122,725円 104,122,725円 

 

Ⅷ．重要な後発事項 

  該当事項はありません。 
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２．たな卸資産の明細 

（単位：円） 

当期増加額 当期減少額 
種  類 期首残高 

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他 
期末残高 摘 要

共通消耗品 58,687,852 34,166,473 - 40,266,020 - 52,588,305

仕 掛 品 90,103,358 1,329,530,821 - 90,103,358 - 1,329,530,821

合   計 148,791,210 1,363,697,294 - 130,369,378 - 1,382,119,126

 

３．有価証券の明細 

  該当事項はありません。 

 

４．長期貸付金の明細 

  該当事項はありません。 

 

５．長期借入金の明細 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 
平均利率

（%） 
返済期限 摘要

NTT 
無利子借入金 

46,291,324,000 32,782,041,500 26,410,478,000 52,662,887,500 - 平成19年3月  

     

計 46,291,324,000 32,782,041,500 26,410,478,000 52,662,887,500    

 

６．債務の明細 

  該当事項は、ありません。 

 

７．引当金の明細 

  該当事項は、ありません。 

 

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

  該当事項は、ありません。 

 

９．退職給付引当金の明細 

（単位：円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要 

退職給付債務合計額 4,588,335 22,360,498 188,760 26,760,073  

退職一時金に係る債務 4,588,335 22,360,498 188,760 26,760,073  

厚生年金基金に係る債務      

整理資源負担金に係る債務      

 

恩給負担金に係る債務      

未認識過去勤務債務及び未認識

数理計算上の差異 
     

年金資産      

退職給付引当金 4,588,335 22,360,498 188,760 26,760,073  
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10．法令に基づく引当金の明細 

  該当事項はありません。 

 

11．保証債務の明細 

  該当事項はありません。 

 

12．資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要 

政府出資金 272,882,321,363 13,203,801,450 0 286,086,122,813

増加理由：独立行政法人産業技術総合

研究所法附則第6条に規定する追加出

資。 資本金 

計 272,882,321,363 13,203,801,450 0 286,086,122,813
 

 

資本剰余金  
 

 

運営費 

交付金 
0 77,472,955 0 77,472,955

増加理由：敷金・保証金を取得 

施設整備費

補 助 金 
10,471,154,033 16,687,715,211 0 27,158,869,244

増加理由：施設整備費補助金による資

産取得。 

政府出資 △387,655,698 0 139,127,512 △526,783,210
減少理由：政府出資財産の除却。 

 

無償譲与 1,839,668,804 0 0 1,839,668,804
 

 

計 11,923,167,139 16,765,188,166 139,127,512 28,549,227,793
 

 

損益外減価

償却累計額 
16,325,113,355 18,308,985,535 468,108,323 34,165,990,567

増加理由：独立行政法人会計基準第86

に特定された固定資産の減価償却費相

当額。 

減少理由：政府出資財産の徐却。 

資 本 

剰余金 

差引計 △4,401,946,216 △1,543,797,369 △328,980,811 △5,616,762,774
 

 

 

13．積立金の明細 

（単位：円） 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要 

通則法44条1項積立金 5,319,223,169 5,180,224,462 - 10,499,447,631 ※注1 

通則法44条3項積立金 

（研究施設等整備積立金） 
21,444,593 123,409,556 - 144,854,149 ※注1 

           ※注1 当期増加額は、平成14年度の利益処分によるものであります。 

 

14．目的積立金の取崩しの明細 

  該当事項はありません。 

 

15．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 (1) 運営費交付金債務 

（単位：円） 

当 期 振 替 額 

交付年度 期首残高 
交 付 金 

当期交付額 
運営費交付金

戻    入

資 産 見 返

運営費交付金
資本剰余金 小  計 

期末残高 

平成13年度 - - - - - - -

平成14年度 3,774,165,791 - 1,842,699,254 1,884,595,541 46,870,996 3,774,165,791 -

平成15年度 - 68,411,330,000 58,801,455,284 7,476,662,570 30,601,959 66,308,719,813 2,102,610,187

合  計 3,774,165,791 68,411,330,000 60,644,154,538 9,361,258,111 77,472,955 70,082,885,604 2,102,610,187
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 (2) 運営費交付金収益 

   業務等の区分を行っていないため、作成しておりません。 

 

16．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

16-1 施設費の明細 

（単位：円） 

左の会計処理内訳 

区  分 当期交付額 建設仮勘定 

見返施設費 
資本剰余金 その他 

摘  要 

平成13年度施設整備費補助金 1,999,662,031 - 1,999,662,031 -  

   

計 1,999,662,031 - 1,999,662,031 -  

 

16-2 補助金等の明細 

（単位：円） 

左の会計処理内訳 

区  分 当期交付額 建設仮勘定

補助金等

資産見返

補助金等
資本剰余金

長期預り

補助金等 
収益計上 

摘  要

平成15年度研究協力事業助成

金（研究協力事業費補助金）
27,078,161 - 4,024,650 - - 23,053,511 

 

     

計 27,078,161 - 4,024,650 - - 23,053,511 
 

 

17．役員及び職員の給与の明細 

（単位：千円、人） 

報酬又は給与 退 職 手 当 

区  分 

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員 

役  員 
(1,200) 

209,254 

(1)

12

(   -) 

8,243 

(  -)

1

職  員 
(7,031,900) 

30,368,889 

(2,633)

3,114

(120,248) 

3,216,998 

(1,236)

114

合  計 
(7,033,100) 

30,578,144 

(2,634)

3,126

(120,248) 

3,225,242 

(1,236)

115

 

(1) 役員に対する報酬等の支給基準 

 独立行政法人産業技術総合研究所役員給与規程に基づき支給しております。 

(2) 職員に対する給与の支給基準 

 独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程に基づき支給しております。 

 また、非常勤職員については、独立行政法人産業技術総合研究所非常勤職員給与規程に基づき支給しております。 

(3) 役員の期末現在の人数と上表の支給人員数に相違はありません。 

(4) 役員及び職員の報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員となっております。 

(5) 非常勤の役員及び職員は、外数として（  ）で記載しております。 

(6) 損益計算書上の「人件費」には福利厚生費、人材派遣人件費等1,171,642千円が含まれているため本表の支給額

合計とは一致しておりません。 
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18．開示すべきセグメント情報 

（単位：円） 

 第1号業務 第2号業務 第3号業務 第4号業務 計 法人共通 合計 

事業費用 61,334,065,785 5,317,911,332 7,435,860,336 5,480,930,414 79,568,767,867 12,616,806,748 92,185,574,615

事業収益 65,846,213,265 5,424,494,538 7,567,659,165 5,966,237,438 84,804,604,406 9,923,599,149 94,728,203,555

事業損益 4,512,147,480 106,583,206 131,798,829 485,307,024 5,235,836,539 △ 2,693,207,599 2,542,628,940

総資産 35,995,788,603 1,456,639,647 4,603,734,072 1,927,536,253 43,983,698,575 403,342,308,237 447,326,006,812

(1) セグメント区分の方法 

 セグメントを業務に応じて1号から4号に区分しております。 

(2) セグメントごとの業務内容 

  独立行政法人産業技術総合研究所法第11条第1項各号に掲げる下記の各業務 

   第1号業務：鉱工業の科学技術に関する研究及び開発並びにこれらに関連する業務を行うこと 

   第2号業務：地質の調査を行うこと 

   第3号業務：計量の標準を設定すること、計量器の検定、検査、研究及び開発並びにこれらに関連する業務を 

         行うこと 

         並びに計量に関する教習を行うこと 

   第4号業務：前3号の業務に係る技術指導及び成果の普及を行うこと 

(3) 事業費用のうち、法人共通は配賦不能の費用であり、その主なものは管理部門の経費であります。 

(4) 総資産のうち、法人共通は各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主なものは現物出資資産および現預

金であります。 

(5) 各セグメントにおける損益外減価償却相当額は以下のとおりとなっております。 

（単位：円） 

第1号業務 第2号業務 第3号業務 第4号業務 計 法人共通 合計 
損益外減価償却 

相  当  額 
- - - - - 18,308,985,535 18,308,985,535

 

(6) 重要な会計方針の変更 

① 自己創設の産業財産権の会計処理 

 注記事項「Ⅱ．重要な会計方針の変更」に記載のとおり、当事業年度から自己創設の産業財産権の取得に係る

支出について資産計上する方法に変更いたしました。 

 この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、当事業年度の事業費用は、第1号業務が19,233,498

円、第4号業務が443,002,803円減少し、総資産は、それぞれ同額増額しております。なお、事情損益に与える影

響はありません。 

② 退職給付に係る引当金の会計処理 

 注記事項「Ⅱ．重要な会計方針の変更」に記載のとおり、当事業年度から退職給付債務の見込額に基づき退職

給付引当金を計上する方法に変更いたしました。 

 この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、当事業年度の事業費用は、第1号業務が5,748,731円、

第4号業務が247,471円増加し、事業損益がそれぞれ同額減少しております。 

 

19．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

  該当事項はありません。 
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８．窓  口 

 －総合お問い合わせ－ 

●総合お問い合わせメールアドレス 

  webmaster@aist.go.jp 

 

 

メールでのお問い合わせ範囲 

・産総研へのご意見・ご要望 

・産総研ホームページ内容に対する質問、コメント 

・研究内容に関する質問  

・産総研 HP バへのリンク希望の方 

 

●総合案内窓口（TEL 029-861-9000） 

 受付時間：月～金 8:30～17:30（祝日を除く） 

 東京本部           TEL:03-5501-0901 
 北海道センター業務室     TEL:011-857-8411 
 東北センター業務推進室    TEL:022-237-5211 
 つくばセンター        TEL:029-861-2000 
 臨海副都心センター業務推進室 TEL:03-3599-8001 
 中部センター業務室      TEL:052-736-7001 
 関西センター業務室      TEL:072-751-9601 
 尼崎事業所 尼崎業務推進室  TEL:06-6494-7854 
 四国センター業務推進室    TEL:087-869-3510 
 中国センター業務推進室    TEL:0823-72-1116 
 九州センター業務推進室    TEL:0942-81-3600 
 

電話番号案内・部署案内等 

 

 －個別お問い合わせ－ 

産総研へのお問い合せは各窓口の事項を確認の上、 

お願い致します。 

●情報公開窓口 

 情報公開推進室 TEL:03-5501-2782（東京） 

  TEL:029-861-2177（つくば） 

  TEL:011-857-8902（北海道） 

  TEL:022-231-5123（東北） 

  TEL:03-3599-8360（臨界副都心） 

  TEL:052-736-7352（中部） 

  TEL:072-751-4700（関西） 

  TEL:0823-72-1158（中国） 

  TEL:087-869-4101（四国） 

  TEL:0942-81-4050（九州） 

 

情報公開に関するお問い合わせ 

●技術相談 

 産学官連携部門つくばセンター 

  地域連携室 

  ものづくり基盤技術支援室 TEL:029-862-6201～6204

 FAX:029-862-6146  

  地質標本館 地質相談所 （地質関係相談） 

 TEL:029-861-3540 
 FAX:029-861-3569 

  計量標準管理センター （計量関係相談） 

  標準供給保証室 TEL:029-861-4346 
 FAX:029-861-4240 

 各地域の産学官連携センター 

  北海道産学官連携センター TEL:011-857-8407 
   ものづくり基盤技術支援室 TEL:011-857-8901 
  札幌大通サイト TEL:011-219-3359 
  （HINT 産学官連携窓口） FAX:011-219-3351 

 

技術相談の受付、お問い合わせ 

つくば及び全国の技術カウンセラーに技術相談をする

ことが出来ます。 
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  東北産学官連携センター TEL:022-237-5206 
   ものづくり基盤技術支援室 FAX:022-231-1263 

  中部産学官連携センター TEL:052-736-7056 
   ものづくり基盤技術支援室 FAX:052-736-7403 

  関西産学官連携センター TEL:072-751-9688 
   ものづくり基盤技術支援室 FAX:072-751-9621 

  中国産学官連携センター TEL:0823-72-1911 
   ものづくり基盤技術支援室 FAX:0823-70-0023 

  四国産学官連携センター TEL:087-869-3523 
   ものづくり基盤技術支援室 TEL:087-869-3554 
  九州産学官連携センター TEL:0942-81-3593 
   ものづくり基盤技術支援室 TEL:0942-81-3689 
●産学官連携関係 

  －外部との連携窓口－ 

産学官連携部門 つくばセンター 

 企業・大学連携室 TEL:029-862-6147 
 ＊企業・大学関係の方の窓口です。 FAX:029-862-6148 

 地域連携室  

 ＊経済・産業技術に関連する公的機関の方の窓口です。 

 TEL:029-862-6145 
 FAX:029-862-6146 

 ものづくり基盤技術支援室  

 ＊技術相談等 依頼試験・分析（鉱工業） 

 TEL:029-862-6166 
 FAX:029-862-6146 

 連携業務第一室  

 ＊連携に関する事務手続きをします。 

（共同研究・受託研究・委託研究・外部研究資金獲得・連携研究

体・産総研コンソーシアム設立） 

 TEL:029-862-6149 
 FAX:029-862-6150  

 連携業務第二室  

＊連携に関する事務手続きをします。 

（連携大学院・外部研究者受け入れ・委員会等へ職員の派遣・受

託出張・寄付受付） 

 TEL:029-862-6150 
 FAX:029-862-6151  

 工業標準部  

 ＊研究成果の標準化 標準化研究の実施への支援 

  標準化活動への支援  

 TEL:029-862-6221 
 FAX:029-862-6222 

 E-mail:indusstan-webmaster@m.aist.go.jp  
各地域の産学官連携センター 

 北海道産学官連携センター TEL:011-857-8407 
 FAX:011-857-8901 

 E-mail:hokkaido-collab@m.aist.go.jp 
 札幌大通サイト（HINT 産学官連携窓口） 

 TEL:011-219-3359 
 FAX:011-219-3351 

 E-mail:hokkaido-collab@m.aist.go.jp 
 東北産学官連携センター TEL:022-237-0936 
 FAX:022-231-1263 

 E-mail:tohoku-collab@m.aist.go.jp 
 臨海副都心産学官連携センター TEL:03-3599-8006 
 FAX:03-5530-2061 

 中部産学官連携センター TEL:052-736-7370 
 FAX:052-736-7403 

 E-mail:chubu-collab@m.aist.go.jp 

 

産学官連携に関するお問い合わせ 

・共同研究・受託研究・委託研究等の契約締結 

・技術研修の受け入れ 

・特許等の知的財産の戦略的取得と実施促進  

・各種委員会・学協会活動への委員派遣 

 



資 料 

(942) 

 関西産学官連携センター TEL:072-751-9688 
 FAX:072-751-9621 

 E-mail:kansai-collab@m.aist.go.jp  
 中国産学官連携センター TEL:0823-72-1911 
 FAX:0823-70-0023 

 E-mail:chugoku-collab@m.aist.go.jp  
 四国産学官連携センター TEL:087-869-3530 
 FAX:087-869-3554 

 E-mail:shikoku-collab@m.aist.go.jp  
 九州産学官連携センター TEL:0942-81-3593 
 FAX:0942-81-3689 

 E-mail:kyushu-collab@m.aist.go.jp  
 九州産学官連携センター福岡サイト TEL:092-524-9047 
 FAX:092-524-9010 

 E-mail:kyushu-collab@m.aist.go.jp 
 

●見学申し込み 

 

 

見学に関するお問い合わせおよび申し込み 

＜つくばセンター＞ 

  （広報部 展示業務質） 

 

 

TEL:029-862-6215 
FAX:029-862-6212 

E-mail：info-tou@m.aist.go.jp 
 

＜北海道産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:011-857-8428 
FAX:011-857-8901 

E-mail：h-koho@m.aist.go.jp 
 

＜東北産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:022-237-5218 
FAX:022-231-1263 

E-mail：t-koho@m.aist.go.jp 
 

＜中部産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:052-736-7370 
FAX:052-736-7403 

E-mail：chubu-kouhou@m.aist.go.jp 
 

＜関西産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:072-751-9606 
FAX:072-751-9621 

E-mail：kansai-koho@m.aist.go.jp 
 

＜中国産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:0823-72-1903 
FAX:0823-70-0023 

E-mail：c-renkei@c.aist.go.jp 
 

＜四国産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:087-869-3530 
FAX:087-869-3554 
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＜九州産学官連携センター＞ 

 

 

TEL:0942-81-3606 
FAX:0942-81-3689 

 

●図書室利用 

 つくば地区図書室所在案内 

つくば第二図書室    TEL:029-861-0936  
つくば第三図書室     TEL:029-861-4195  
つくば第五図書室    TEL:029-861-4472  
つくば第六図書室    TEL:029-861-6105  
つくば第七図書室    TEL：029-861-3604  

つくば東図書室    TEL：029-861-7038  

つくば西図書室    TEL：029-861-8115  

 

 地域センター図書室所在案内  

北海道センター図書室  TEL：011-857-8970  

東北センター図書室   TEL：022-237-5211  

中部センター図書室  TEL：052-736-7375  

関西センター図書室   TEL：0727-51-9607  

中国センター図書室   TEL：0823-72-1903  

四国センター図書室   TEL：087-869-3530  

九州センター図書室   TEL：0942-81-3617  

 

 

図書室利用に関するお問い合せ 

 

●取材窓口 

 広報室 

  TEL:029-862-6216 
  FAX:029-862-6212 

 

 

取材に関するお問い合わせ 

E-mail：info-pre@m.aist.go.jp 
 

●プレス発表 

 広報室 

  TEL:029-862-6216 
  FAX:029-862-6212 

 

 

プレス発表に関するお問い合わせ 

E-mail：presec@m.aist.go.jp   
 

●産総研 後援・協賛・協力名義 

 広報部展示業務室 

  TEL:029-862-6215 
  FAX:029-862-6212 

 

 

名義の使用承認願いに関するお問い合わせ 

 

 

●講演会 

 展示業務室 

  TEL:029-862-6215 
  FAX:029-862-6212 

 

 

講演会に関するお問い合わせ 

●計量標準に係る「校正」「試験」「検査」等 

 

 

つくばセンター計量標準管理センター標準供給保証室 

  TEL:029-861-4026 
  FAX:029-861-4018 

 

関西センター（大阪扇町サイト）業務推進部業務室 

  TEL:06-6312-0521 
  FAX:06-6312-0524  
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●刊行物関係 

 広報部出版室 

  TEL:029-862-6217 
  FAX:029-862-6212 

 

 

当所の刊行物に関するお問い合わせ 

 E-mail：prpub@m.aist.go.jp 
 

●特許生物寄託センター 

 寄託業務係 

  TEL:029-861-6029 
  FAX:029-861-6078 

 

 

特許生物寄託に関するお問い合わせ 

各種申請・手続き方法 

 

●国際協力関係 

 国際部門 

  TEL 029-862-6243 
 

 

国際研究交流に関するお問い合わせ 

 E-mail：kokusai-soukatsu@aist.go.jp 

●調達関係 

 財務会計部門調達部 

  TEL:029-861-2960 
 

 

調達に関するお問い合わせ 

●採用関係 

 能力開発部部門人事室（任用） 

  TEL:029-862-6282 
 

 

職員採用に関するお問い合わせ 

 

 

●依頼試験・分析 

 産学官連携部門 

  地域連携室 ものづくり基盤技術支援室 

  TEL:029-862-6201～6204 

  FAX:029-862-6146 

 

 

依頼試験、分析などに関するお問い合わせ 

 

●自動車試験道路の使用 

 業務推進部門 つくば東業務室 

  自動車試験道路使用受付窓口 

  TEL:029-861-7002 
  FAX:029-861-7007 

 

 

自動車試験道路（試走路）の使用に関するお問い合わせ

 E-mail：testtrack-service@m.aist.go.jp 
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